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IL1　招待講演 1
座長：水戸 祥江

SY1　シンポジウム 1
NHO事務職員の人材確保戦術　～就活
生に向けた効果的アプローチを考える～

座長：坊野 静成、田中 英之

SY2　シンポジウム 2
医療AIの最前線、NHO電子カルテデータベー

スの利活用およびNHO臨床研究の全体像
座長：齋藤 俊樹、八十田 明宏

SY3　シンポジウム 3
超高齢救急患者の問題点
座長：川﨑 貞男、中道 親昭

SY4　シンポジウム 4
どうするDX　臨床検査の未来像

座長：新田 幸一、佐伯 仁志

PD1　パネルディスカッション 1
筋ジストロフィー病棟60年

～現状と課題～
座長：久留 聡、高田 博仁

SY5　シンポジウム 5
これからのキャリアラダーの

活用を考える
座長：坂本 はと恵、髙村 純子

PD2　パネルディスカッション 2
輝く人生と仕事：継続するモチベーションを求めて 

～集まれ熱男・熱女　『心を燃やせ』後輩たちのために～
座長：瓦谷 義隆、高橋 裕三

SY6　シンポジウム 6
JNPが係る「診療の補助」の実態と安全性 

―JNPの実践活動の均質化・標準化を目指して―
座長：久保 徳彦、村上 涼子

SP1　特別企画 1
進化していく病院のための開拓と連携① ―国立
病院機構における医療機器等開発の取り組み―

座長：金村 米博、八十田 明宏

PD3　パネルディスカッション 3
診療放射線技師の災害支援の在り方

座長：北川 智彦、小西 英一郎

OR2　オーガナイズドセッション 2
療養介護支援のあり方について

～多職種と共に考える～
座長：花岡 拓哉、安達 ひとみ

SP2　特別企画 2
進化していく病院のための開拓と連携② 私達と共にこんな製品を
創りませんか？（NHO発ニーズ/シーズマッチングフォーラム）

座長：大西 光雄、中村 貴行

SY16　シンポジウム 16
山のように多量で、魚の様に多様なコンパ
ニオン診断を回すtips ～プレアナリシス

座長：寺本 典弘、熱海 恵理子

OR3　オーガナイズドセッション 3
難病診療・支援の現状と問題点

座長：新井 徹、豊岡 圭子

O1　口演 1
呼吸・循環器疾患

座長：森 圭佑、深谷 隆史

O2　口演 2
栄養指導・栄養評価

座長：神谷 しげみ

O3　口演 3
運営・管理

座長：大野 幸司

O4　口演 4
救急治療・集中治療

座長：石田 健一郎

O5　口演 5
生理検査

座長：米澤 理香

O6　口演 6
リハビリテーション1

理学療法　心大血管疾患
座長：鈴木 裕二

LS6　脊髄性筋萎縮症に
ついて

座長：長野 清一
共催：バイオジェン・ジャパン

株式会社
LS7　Fusion Surgery 　～より
良い手術に向けたチーム作り～

座長：奥田 準二
共催：ジョンソン・エンド・

ジョンソン株式会社

LS8　クローン病治療の
複雑化と最適化
座長：榊原 祐子

共催：アッヴィ合同会社

LS9　再製造単回使用医療機器
（R-SUD）の今後と安全性について

座長：井上 耕一
共催：日本ストライカー

株式会社
LS10　高度急性期3医療機関の共
同連携による経営改善の取組 ― 診療
材料等の共同物流・調達の検討 ―

座長：源 路子
共催：株式会社エム・アール・ピー
LS11　常識に囚われない　～不確実
性の時代における病院経営のポイント～

座長：渡辺 幸子
共催：株式会社グローバルヘルス

コンサルテイング・ジャパン

LS12　パーキンソン病治療
のUp-to-dateとチーム医療

座長：武田 篤
共催：アッヴィ合同会社

LS13　第57回塩田賞授
与式および受賞講演

座長：樅山 幸彦
共催：一般社団法人

国立医療学会

O8　口演 8
チーム医療　NST

座長：山本 真弓

O9　口演 9
人材確保・育成1

座長：住田 尚子

O10　口演 10
看護の質向上1
座長：宮井 美幸

O11　口演 11
検体検査

座長：齋藤 隆

O12　口演 12
リハビリテーション2

理学療法　脳疾患・内科疾患
座長：西薗 博章

O14　口演 14
働き方改革
座長：畝 佳子

O15　口演 15
人材確保・育成2

座長：松井 秀夫

O16　口演 16
看護の質向上2
座長：西村 武彦

O17　口演 17
小児、成育医療
座長：清水 順也

O18　口演 18
リハビリテーション3
理学療法　神経筋疾患

座長：平岡 尚敬

O20　口演 20
医療の質と情報管理

座長：手島 伸

O21　口演 21
医療安全1

座長：竹内 幸康

O22　口演 22
薬剤関連1

座長：服部 雄司

O23　口演 23
循環器疾患　不整脈

座長：谷本 耕司郎

O24　口演 24
リハビリテーション4

理学療法　救命治療・集中治療
座長：森 将貴

O29　口演 29
医療の質とチーム医療

座長：清水 里夏子

O30　口演 30
医療安全2

座長：浅井 真由美

O31　口演 31
薬剤関連2

座長：井上 敦介

O32　口演 32
循環器疾患　心不全

座長：泉 知里

O33　口演 33
リハビリテーション5

作業療法　運動器疾患・脳疾患
座長：峯 哲也

LS5　院内でのバイタル
関連機器と電子カルテ
の連携による取り組み

座長：松村 泰志
共催：テルモ株式会社

O7　口演 7
神経･筋疾患1
座長：吉岡 勝

O13　口演 13
神経･筋疾患2
座長：髙橋 俊明

O19　口演 19
看護管理1

座長：石川 涼太

O28　口演 28
看護管理2

座長：木村 麻紀

SY9　シンポジウム 9
多領域での心理検査の有用性と効果、

活用の意義と課題
座長：壁屋 康洋

SY10　シンポジウム 10
口腔機能管理の裾野を広げる

座長：根岸 明秀、吉本 仁

OR1　オーガナイズドセッション 1
医療安全推進に向けた新たな試み

座長：島村 弘宗、下司 有加

SY13　シンポジウム 13
薬剤師の働き方改革を考える～目指
すタスクシフト・シェアに向けて～

座長：吉野 宗宏、八田 裕之

SY14　シンポジウム 14
医療機関における虐待対応の

現状と課題
座長：小出 志保、川口 美度理

SY15　シンポジウム 15
語り合おう！児童指導員に求められるチーム
支援　～医療、福祉、教育の垣根を越えて～

座長：山田 宗伸、山嵜 利紘

O26　口演 26
メンタルヘルス
座長：安尾 利彦

O27　口演 27
医療情報システム
座長：間島 行則

O34　口演 34
患者サービス
座長：村上 浩之

O35　口演 35
支持療法・緩和医療

座長：白木 照夫

O25　口演 25
呼吸器疾患1
座長：河村 哲治

LS2　ロボティック手術支援シス
テムの導入と、その有用性について

座長：三木 秀宣
共催：日本ストライカー

株式会社

LS3　積極的な広報活動に
よる地域連携の取組事例

座長：井土 兼利
共催：株式会社ニチイ学館

LS4　ダビンチ運用の
ネクストステージ

座長：平尾 素宏
共催：インテュイティブサー

ジカル合同会社

SY8　シンポジウム 8
希少疾病のドラッグ・ロスを防ごう

座長：松村 剛

SY12　シンポジウム 12
小児期発症疾患患者の成人移行支援

座長：齊藤 利雄、尾方 克久

LS1　ウイルス肝炎のElimination
に向けて－世界と日本の現状と課題

座長：小森 敦正
共催：ギリアド・サイエンシズ

株式会社

SY7　シンポジウム 7
若手医師フォーラム

座長：小池 薫、岩﨑 浩己

SY11　シンポジウム 11
QC活動 グループ最優秀賞 事例発表

IL2　招待講演 2
座長：松村 泰志

SSY　特別企画シンポジウム
いよいよ始まる厚労省主導医療DX

の本格運用
座長：松村 泰志

開会式

ポスター掲示・閲覧
（午前）

ポスター発表
（午前）

ポスター撤去
（午前）

ポスター掲示・閲覧
（午後）

ポスター
撤去

（午後） 全員交流会
（開場：18:15（予定））

18:30 ～ 20:30

ポスター発表
（午後）

企業展示

表彰式 Opening Remarks

W　若手医師フォーラム
［ポスター］

座長：大林 正人、吉田 守美子

11:00 ～ 11:56（ポスター会場）

第1会場中継
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IL1　招待講演 1
座長：水戸 祥江

SY1　シンポジウム 1
NHO事務職員の人材確保戦術　～就活
生に向けた効果的アプローチを考える～

座長：坊野 静成、田中 英之

SY2　シンポジウム 2
医療AIの最前線、NHO電子カルテデータベー

スの利活用およびNHO臨床研究の全体像
座長：齋藤 俊樹、八十田 明宏

SY3　シンポジウム 3
超高齢救急患者の問題点
座長：川﨑 貞男、中道 親昭

SY4　シンポジウム 4
どうするDX　臨床検査の未来像

座長：新田 幸一、佐伯 仁志

PD1　パネルディスカッション 1
筋ジストロフィー病棟60年

～現状と課題～
座長：久留 聡、高田 博仁

SY5　シンポジウム 5
これからのキャリアラダーの

活用を考える
座長：坂本 はと恵、髙村 純子

PD2　パネルディスカッション 2
輝く人生と仕事：継続するモチベーションを求めて 

～集まれ熱男・熱女　『心を燃やせ』後輩たちのために～
座長：瓦谷 義隆、高橋 裕三

SY6　シンポジウム 6
JNPが係る「診療の補助」の実態と安全性 

―JNPの実践活動の均質化・標準化を目指して―
座長：久保 徳彦、村上 涼子

SP1　特別企画 1
進化していく病院のための開拓と連携① ―国立
病院機構における医療機器等開発の取り組み―

座長：金村 米博、八十田 明宏

PD3　パネルディスカッション 3
診療放射線技師の災害支援の在り方

座長：北川 智彦、小西 英一郎

OR2　オーガナイズドセッション 2
療養介護支援のあり方について

～多職種と共に考える～
座長：花岡 拓哉、安達 ひとみ

SP2　特別企画 2
進化していく病院のための開拓と連携② 私達と共にこんな製品を
創りませんか？（NHO発ニーズ/シーズマッチングフォーラム）

座長：大西 光雄、中村 貴行

SY16　シンポジウム 16
山のように多量で、魚の様に多様なコンパ
ニオン診断を回すtips ～プレアナリシス

座長：寺本 典弘、熱海 恵理子

OR3　オーガナイズドセッション 3
難病診療・支援の現状と問題点

座長：新井 徹、豊岡 圭子

O1　口演 1
呼吸・循環器疾患

座長：森 圭佑、深谷 隆史

O2　口演 2
栄養指導・栄養評価

座長：神谷 しげみ

O3　口演 3
運営・管理

座長：大野 幸司

O4　口演 4
救急治療・集中治療

座長：石田 健一郎

O5　口演 5
生理検査

座長：米澤 理香

O6　口演 6
リハビリテーション1

理学療法　心大血管疾患
座長：鈴木 裕二

LS6　脊髄性筋萎縮症に
ついて

座長：長野 清一
共催：バイオジェン・ジャパン

株式会社
LS7　Fusion Surgery 　～より
良い手術に向けたチーム作り～

座長：奥田 準二
共催：ジョンソン・エンド・

ジョンソン株式会社

LS8　クローン病治療の
複雑化と最適化
座長：榊原 祐子

共催：アッヴィ合同会社

LS9　再製造単回使用医療機器
（R-SUD）の今後と安全性について

座長：井上 耕一
共催：日本ストライカー

株式会社
LS10　高度急性期3医療機関の共
同連携による経営改善の取組 ― 診療
材料等の共同物流・調達の検討 ―

座長：源 路子
共催：株式会社エム・アール・ピー
LS11　常識に囚われない　～不確実
性の時代における病院経営のポイント～

座長：渡辺 幸子
共催：株式会社グローバルヘルス

コンサルテイング・ジャパン

LS12　パーキンソン病治療
のUp-to-dateとチーム医療

座長：武田 篤
共催：アッヴィ合同会社

LS13　第57回塩田賞授
与式および受賞講演

座長：樅山 幸彦
共催：一般社団法人

国立医療学会

O8　口演 8
チーム医療　NST

座長：山本 真弓

O9　口演 9
人材確保・育成1

座長：住田 尚子

O10　口演 10
看護の質向上1
座長：宮井 美幸

O11　口演 11
検体検査

座長：齋藤 隆

O12　口演 12
リハビリテーション2

理学療法　脳疾患・内科疾患
座長：西薗 博章

O14　口演 14
働き方改革
座長：畝 佳子

O15　口演 15
人材確保・育成2

座長：松井 秀夫

O16　口演 16
看護の質向上2
座長：西村 武彦

O17　口演 17
小児、成育医療
座長：清水 順也

O18　口演 18
リハビリテーション3
理学療法　神経筋疾患

座長：平岡 尚敬

O20　口演 20
医療の質と情報管理

座長：手島 伸

O21　口演 21
医療安全1

座長：竹内 幸康

O22　口演 22
薬剤関連1

座長：服部 雄司

O23　口演 23
循環器疾患　不整脈

座長：谷本 耕司郎

O24　口演 24
リハビリテーション4

理学療法　救命治療・集中治療
座長：森 将貴

O29　口演 29
医療の質とチーム医療

座長：清水 里夏子

O30　口演 30
医療安全2

座長：浅井 真由美

O31　口演 31
薬剤関連2

座長：井上 敦介

O32　口演 32
循環器疾患　心不全

座長：泉 知里

O33　口演 33
リハビリテーション5

作業療法　運動器疾患・脳疾患
座長：峯 哲也

LS5　院内でのバイタル
関連機器と電子カルテ
の連携による取り組み

座長：松村 泰志
共催：テルモ株式会社

O7　口演 7
神経･筋疾患1
座長：吉岡 勝

O13　口演 13
神経･筋疾患2
座長：髙橋 俊明

O19　口演 19
看護管理1

座長：石川 涼太

O28　口演 28
看護管理2

座長：木村 麻紀

SY9　シンポジウム 9
多領域での心理検査の有用性と効果、

活用の意義と課題
座長：壁屋 康洋

SY10　シンポジウム 10
口腔機能管理の裾野を広げる

座長：根岸 明秀、吉本 仁

OR1　オーガナイズドセッション 1
医療安全推進に向けた新たな試み

座長：島村 弘宗、下司 有加

SY13　シンポジウム 13
薬剤師の働き方改革を考える～目指
すタスクシフト・シェアに向けて～

座長：吉野 宗宏、八田 裕之

SY14　シンポジウム 14
医療機関における虐待対応の

現状と課題
座長：小出 志保、川口 美度理

SY15　シンポジウム 15
語り合おう！児童指導員に求められるチーム
支援　～医療、福祉、教育の垣根を越えて～

座長：山田 宗伸、山嵜 利紘

O26　口演 26
メンタルヘルス
座長：安尾 利彦

O27　口演 27
医療情報システム
座長：間島 行則

O34　口演 34
患者サービス
座長：村上 浩之

O35　口演 35
支持療法・緩和医療

座長：白木 照夫

O25　口演 25
呼吸器疾患1
座長：河村 哲治

LS2　ロボティック手術支援シス
テムの導入と、その有用性について

座長：三木 秀宣
共催：日本ストライカー

株式会社

LS3　積極的な広報活動に
よる地域連携の取組事例

座長：井土 兼利
共催：株式会社ニチイ学館

LS4　ダビンチ運用の
ネクストステージ

座長：平尾 素宏
共催：インテュイティブサー

ジカル合同会社

SY8　シンポジウム 8
希少疾病のドラッグ・ロスを防ごう

座長：松村 剛

SY12　シンポジウム 12
小児期発症疾患患者の成人移行支援

座長：齊藤 利雄、尾方 克久

LS1　ウイルス肝炎のElimination
に向けて－世界と日本の現状と課題

座長：小森 敦正
共催：ギリアド・サイエンシズ

株式会社

SY7　シンポジウム 7
若手医師フォーラム

座長：小池 薫、岩﨑 浩己

SY11　シンポジウム 11
QC活動 グループ最優秀賞 事例発表

IL2　招待講演 2
座長：松村 泰志

SSY　特別企画シンポジウム
いよいよ始まる厚労省主導医療DX

の本格運用
座長：松村 泰志

開会式

ポスター掲示・閲覧
（午前）

ポスター発表
（午前）

ポスター撤去
（午前）

ポスター掲示・閲覧
（午後）

ポスター
撤去

（午後） 全員交流会
（開場：18:15（予定））

18:30 ～ 20:30

ポスター発表
（午後）

企業展示

表彰式 Opening Remarks

W　若手医師フォーラム
［ポスター］

座長：大林 正人、吉田 守美子

11:00 ～ 11:56（ポスター会場）

第1会場中継

第1会場
5F 大ホール

第2会場
5F 小ホール

第3会場
10F 1003

第4会場
10F 1001＋1002

第5会場
10F 1008

第6会場
10F 1009

第7会場
10F 1004

第8会場
10F 1005

第9会場
10F 1006

第10会場
10F 1007

第11会場
8F 801＋802

第12会場
11F 1101＋1102

第13会場
12F 特別会議場

第14会場
12F 1202

第15会場
12F グラントック

ポスター会場
3F イベントホール全スパン
企業展示会場

3F イベントホール全スパン
企業展示会場

3F ロビー
企業展示会場
3F ホワイエ

講
演
会
場

展
示
会
場

第
2
日

第2日目 10月19日土
8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00

ポスター掲示・閲覧
（午前）

ポスター発表
（午前）

ポスター撤去
（午前）

ポスター掲示・閲覧
（午後）

ポスター撤去
（午後）

ポスター発表
（午後）

企業展示

閉会式

SY17　シンポジウム 17
急性期病院の生き残りに向けて：10
年後の姿とそこに向けての道のり

座長：小林 佳郎

SY23　シンポジウム 23
能登半島地震におけるNHOの対応

座長：福田 亮介、小井土 雄一

SY34　シンポジウム 34
NHO病院における

Rapid Response System
座長：藤原 紳祐、野田 英一郎

EL　教育講演
座長：奥村 明之進

SL1　特別講演 1
座長：松村 泰志

SL2　特別講演 2
大阪・関西万博の紹介

司会：田中 英之

SY33　シンポジウム 33
移植医療 Up to date

座長：奥村 明之進、小池 薫

O64　口演 64
感染対策・感染管理

座長：上平 朝子

O73　口演 73
膵脾疾患

座長：德永 尚之

LS25　通信キャリアと共に
取り組むサイバー攻撃対策　

～実践事例の紹介～
座長：尹 亨彦

共催：株式会社オプテージ

O48　口演 48
災害医療・DMAT・

DPAT 1
座長：三村 誠二

O55　口演 55
腎・泌尿器科疾患
座長：繁田 正信

SY22　シンポジウム 22
進化する医療環境における心理的安全性の確立

～そもそもあなたの職場に心理的安全性はありますか？～
座長：田中 英之、山野上 清匡

O72　口演 72
人材育成

座長：竹田 錦紀

O63　口演 63
放射線領域における

医療支援
座長：門倉 幸司

LS24　BS目標達成と
持続可能な病院経営

座長：吉野 宗宏、福田 利明
共催：セルトリオン・ヘル
スケア・ジャパン株式会社

SY21　シンポジウム 21
小児急性期病院と重症心身障害病院（施設）との連携　

～ NICU、PICUとpostNICU、postPICU ～
座長：末延 聡一、山下 博徳

SY29　シンポジウム 29
持続可能な人材確保 ～保育士売り手
市場で選ばれる組織となるには～

座長：古賀 聖子、西巻 靖和

LS26　病院情報システムにお
ける医療DXの実現（通院支援ア
プリによる患者サービス向上）

座長：上新 真衣
共催：NEC

SY20　シンポジウム 20
改めて考える、治験等関係者に求め

られる倫理的役割について
座長：森下 典子、山岸 美奈子

SY28　シンポジウム 28
みんなで考えよう！

神経難病疾患の災害対策！
座長：武田 篤、宮地 隆史

OR5　オーガナイズドセッション 5
働き方改革

座長：渋谷 博美、飛梅 孝子

LS23　医療現場におけるAI
の活用とその実態　～現状の活
用状況と将来展望について～

座長：奥村 明之進
共催：富士通Japan株式会社

O47　口演 47
X線撮影技術　臨床応用

座長：川口 達也

O41　口演 41
CT撮影技術と臨床応用

座長：南 和芳

O54　口演 54
臨床研究

座長：角南 一貴

O71　口演 71
リハビリテーション10
理学療法　転倒・フレイル

座長：山原 純

LS22　がんの痛み治療とケア 
まるごと総復習 ～診断・評価と

処方例、観察点と服薬指導まで～
座長：川村 知裕

共催：第一三共株式会社

O61　口演 61
精神疾患　調査・その他

座長：田宮 裕子

O70　口演 70
精神疾患　医療観察・

アディクション
座長：井上 眞

O46　口演 46
放射線治療

座長：良知 寿哉

O53　口演 53
リハビリテーション8
作業療法　神経筋疾患・意思伝達支援

座長：山野 真弓

O40　口演 40
呼吸器疾患2
座長：中川 拓

O37　口演 37
地域連携・地域包括ケア

座長：井上 靖夫

O38　口演 38
上部消化管疾患
座長：山本 昌明

O39　口演 39
リハビリテーション6

作業療法　精神疾患・認知機能
座長：廣内 毅

O43　口演 43
ソーシャルワーク

座長：太田 裕子

O44　口演 44
下部消化管疾患　内科

座長：渡邉 典子

O45　口演 45
リハビリテーション7

言語聴覚療法　コミュニケーション
座長：柳田 直紀

O50　口演 50
脳卒中

座長：福田 俊一

O51　口演 51
下部消化管疾患　外科

座長：杉山 雅彦

O52　口演 52
口腔・頭頚部の疾患と

治療
座長：別所 央城

LS19　食道癌治療におけ
る栄養支持療法のすすめ

座長：平尾 素宏
共催：ミヤリサン製薬株式会社

LS20　PFM・チーム医療推進に
おける統合診療支援システムの構
築と富士フイルムAI技術のご紹介

座長：松村 泰志
共催：富士フイルムメディカル株式会社
LS21　石綿・石綿関連

疾患の誤解と現状
座長：眞能 正幸

共催：独立行政法人
環境再生保全機構

O58　口演 58
下肢の骨折

座長：納村 直希

O59　口演 59
肝胆疾患

座長：有尾 啓介

O60　口演 60
リハビリテーション9

言語聴覚療法　摂食嚥下
座長：坂部 浩一

O67　口演 67
リウマチ・膠原病

座長：大島 至郎

O68　口演 68
重症心身障害
座長：舩戸 道徳

O69　口演 69
災害医療・DMAT・

DPAT 2
座長：若井 聡智

O42　口演 42
看護技術1

座長：若林 有佳

O49　口演 49
看護技術2

座長：三浦 崇子

LS18　C型肝炎ウイルス
治療の現状と今後の課題

座長：阪森 亮太郎
共催：アッヴィ合同会社

O57　口演 57
意思決定支援

座長：中村 陽一郎

O66　口演 66
看護教育

座長：髙橋 亜衣子

O65　口演 65
免疫、感染症
座長：渡邊 大

O74　口演 74
ゲノム医療

座長：仁科 智裕

O56　口演 56
病理検査

座長：山本 将義

LS15　肝炎撲滅につい
ての取り組み
座長：吉治 仁志

共催：ロシュ・ダイアグノ
スティックス株式会社

LS16　国産手術支援ロ
ボットhinotori™を用い
たロボット手術の現状

座長：西村 健作
共催：シスメックス株式会社

OR4　オーガナイズドセッション 4
多職種の連携で取り組む嚥下障害

座長：滝本 宜之、井上 貴美子

SY18　シンポジウム 18
リウマチ学のおもしろさとは　

PART2
座長：松井 利浩、小嶋 俊久

SY25　シンポジウム 25
薬剤師外来の今後の展望を考える
～薬剤師外来の進化を目指して～

座長：永井 聡子、宮部 貴識

SY26　シンポジウム 26
多職種連携における退院支援～ソーシャルワー
カーと多職種の専門性の強みを活かした協働～

座長：前田 宏、花井 亜紀子

SY31　シンポジウム 31
コロナ禍を経験した日中活動の

今後の展望
座長：靏田 久美子、小野寺 亜紀

LS14　不整脈治療 Up to date　
～心房細動治療の最前線を知る～

座長：阪上 学
共催：ジョンソン・エンド・

ジョンソン株式会社

LS17　HIV治療のこれまでと
これから ～長期治療戦略と連携

を軸にした最適なケアの重要性～
座長：上平 朝子

共催：ギリアド・サイエンシズ株式会社

PD4　パネルディスカッション 4
看護学校で活用している、

活用したいIT
座長：力武 一久、安藤 恵子

SY19　シンポジウム 19
心理的安全性を踏まえた人材育成・

学生教育
座長：田村 正樹、小室 普嗣

SY24　シンポジウム 24
看護とお金

座長：髙田 幸千子、岡島 優子

SY27　シンポジウム 27
これからの病院給食管理を考える ～食材費高騰
と委託形態の比較（クックチル？サーブ？）～

座長：内藤 裕子、中山 環

SY30　シンポジウム 30
リハビリテーション部門における

人材育成の課題と方向性
座長：内川 誠

SY32　シンポジウム 32
国立病院機構診療記録監査項目の

標準化
座長：斉藤 貴之、島田 裕子

O75　口演 75
呼吸器疾患3
座長：田宮 朗裕

O36　口演 36
経営・収益

座長：宗清 大祐

O62　口演 62
体外循環

座長：寺下 真吾、竹内 雄大
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会長挨拶

第78回国立病院総合医学会は、近畿グループが担当となり、大阪医療センター、大阪刀根山医療センター、
近畿中央呼吸器センターが中心となって準備を進めています。
学会のテーマは「進化していく病院であるために～心理的安全性の高い組織づくり～」としました。日本
では高齢者が多くなり、また、医療が高度化・複雑化していく中で安全性が求められ、人手と技量を要する
ようになり、現場の負担が増しています。一方、男女とも働く時代にあって、家庭を守りながら働ける職場
環境にしていくことは必須事項です。にもかかわらず、診療報酬点数は原価ぎりぎりに設定されており、病
院経営は厳しい状況に置かれています。そうした中、Covid-19のパンデミックが起こり、ロシアのウクライ
ナ侵攻に伴い、水道光熱費・物価の上昇に見舞われています。しかし、病に苦しむ患者さんは減ることはあ
りません。私達病院は、患者さんが安心して医療が受けられるよう、正しい医療を提供し続けていかねばな
りません。
生命は過酷な環境下に置かれた時、進化して環境に適応して生き延びてきました。私達病院も、厳しい状
況下にあっても、体制や運用を変えながら、この厳しい状況に適応していかなければなりません。ハーバー
ド大学のエドモンドソン教授は、変化が激しく先が読めない時代において継続して発展できる組織の条件を
調べ、組織のメンバーが自分の意見を安心して上司、同僚に率直に発言できる雰囲気があることを見出し、
心理的安全性（psychological safety）と表現し、1999年論文で発表しました。グーグル社のプロジェクト・
アリストテレスの調査研究で、効果的な生産性の高い組織の条件を調べたところ、心理的安全性が重要な要
素との結論に至ったことが2012年に発表されたことにより、この言葉が広く知られるようになりました。
変化が激しく先が読めない時代とは、まさに今の私達が置かれている状況です。これに適応していくため
には、現場を担う職員が様々な観点で率直に意見を出し合い、正しく状況を分析し、何を変えていくべきか
を話し合い、皆が協力して実行していくような、柔軟で力強い組織になっていく必要があります。こうした
思いを、このテーマに込めています。
国立病院総合医学会は、多職種の職員が一堂に会する学会です。病院間で共通する課題は多く、多職種の
視点から様々な課題に対し解決に向けた提案、議論がされます。是非、他病院の優れた考え方、工夫された
運用を持ち帰り、それぞれの病院を進化させていって頂きたいと思います。
大阪の地で、多くの方々にお越し頂けるよう、準備してお待ちしております。

会　長　松村 泰志
（国立病院機構 大阪医療センター 院長）

副会長　奥村 明之進
（国立病院機構 大阪刀根山医療センター 院長）

副会長　尹 亨彦
（国立病院機構 近畿中央呼吸器センター 院長）
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特別講演のご案内
特別講演1　
SL1　ウェルビーイングと心理的安全性∙―幸せな働き方入門―

日時：10月19日（土）　10：30 ～ 11：30
会場：第1会場（5階 大ホール）
座長：松村 泰志（NHO 大阪医療センター 院長）

前野 隆司
慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科
武蔵野大学ウェルビーイング学部

【学歴】
昭和55年 4月　東京工業大学 工学部 機械工学科 入学
昭和59年 3月　東京工業大学 工学部 機械工学科 卒業
昭和59年 4月　東京工業大学 理工学研究科 機械工学専攻 入学
昭和61年 3月　東京工業大学 理工学研究科 機械工学専攻 修了
平成 5年12月　博士（工学）東京工業大学
【職歴】
昭和61年 4月　キヤノン株式会社（平成 7年 4月まで）
平成 2年 7月　 カリフォルニア大学バークレー校機械工学科 , Visiting Industrial Fellow

（平成4年6月まで）
平成 7年 4月　慶應義塾大学理工学部機械工学科 , 専任講師（平成11年3月まで）
平成11年 4月　慶應義塾大学理工学部 , 助教授（平成18年3月まで）
平成13年 4月　ハーバード大学 ,Visiting Scholar（平成13年9月まで）
平成18年 4月　慶應義塾大学理工学部 , 教授（平成20年3月まで）
平成20年 4月　慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科，教授（現在に至る）
平成23年 4月　 兼慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科，研究科委員長

（令和元年 9月まで）
平成29年 8月　  慶應義塾大学ウェルビーイングリサーチセンター , センター長

（令和6年3月まで）
令和 6年 4月　武蔵野大学ウェルビーイング学部、学部長・教授兼任
【著書】
『ディストピア禍の新・幸福論』（2022年）
『ウェルビーイング』（2022年）
『幸せな職場の経営学』（2019年）
『幸せのメカニズム』（2013年）
『脳はなぜ「心」を作ったのか』（2004年）など多数。
【専門】
幸福学、イノベーション教育、システムデザイン・マネジメント学など
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招待講演のご案内
招待講演1
IL1　分身ロボットOriHimeによる新たな働き方、社会とのつながり方について

日時：10月18日（金）　14：00 ～ 15：00
会場：第1会場（5階 大ホール）
座長：水戸 祥江（NHO 大阪医療センター 看護部長）

吉藤 オリィ
株式会社オリィ研究所

【プロフィール】
株式会社オリィ研究所 所長
奈良県生まれ。小学 5年～中学 3年まで不登校を経験。
高校時代に電動車椅子の新機構の発明を行い、国内最大の科学コンテスト JSECにて文部
科学大臣賞、世界最大の科学コンテスト Intel ISEF にて Grand Award 3rd を受賞、そ
の際に寄せられた相談と自身の療養経験から「孤独の解消」を研究テーマとする。
早稲田大学にて 2009年から孤独解消を目的とした分身ロボットの研究開発を独自のアプ
ローチで取り組み、2012年株式会社オリィ研究所を設立。
分身ロボット「OriHime」、ALS 等難病患者の意思伝達装置「OriHime eye+switch」、全
国の車椅子ユーザに利用されている車椅子アプリ「WheeLog !」、寝たきりでも働けるカ
フェ「分身ロボットカフェ」等を開発。米Forbes 誌が選ぶアジアを代表する青年 30 人「30 
Under 30 ASIA」、2021年度の「グッドデザイン賞」15000 点の中から 1位の「グッドデ
ザイン大賞」受賞、2022年Prix Ars Electronica2022 digital communities 部門にてゴー
ルデンニカ（最高賞）

書籍「孤独は消せる」「サイボーグ時代」「ミライの武器」

17第78回国立病院総合医学会
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招待講演のご案内
招待講演2
IL2　人生100年時代の健康・医療　―∙Well-beingの実現と健康であることの意義∙―

日時：10月18日（金）　15：10 ～ 16：10
会場：第1会場（5階 大ホール）
座長：松村 泰志（NHO 大阪医療センター 院長）

江崎 禎英
社会政策課題研究所　所長／東京医科歯科大学　客員教授／
藤田医科大学　教授（イノベーション支援担当）／一般財団法人　日本総合研究所　特別顧問

1964年生まれ　岐阜県出身

【学歴】
岐阜県立加納高等学校　卒業
東京大学 教養学部 教養学科 国際関係論　卒業

【主な経歴】
平成元年 4月　通商産業省　入省
平成 3年 6月　大蔵省証券局総務課
平成 5年 7月　通商産業省 産業政策局　新規事業振興室
平成 9年12月　欧州委員会 産業総局（DGⅢ）
平成12年 1月　内閣官房内閣内政審議室個人情報保護担当室
平成17年 9月　資源エネルギー庁 エネルギー政策企画室長
平成21年 4月　岐阜県 商工労働部長
平成24年 4月　経済産業省 製造産業局 生物化学産業課長
平成29年 7月　経済産業省 商務・サービスグループ政策統括調整官
　　　　　　　　兼 内閣官房 健康・医療戦略室 次長
平成30年 8月　厚生労働省 医政局 統括調整官
令和 2年 7月　内閣府 大臣官房審議官（科学技術・イノベーション担当）

【資格等】
合氣道六段　師範
著者：「社会は変えられる　世界があこがれる日本へ」（国書刊行会）

以上
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教育講演のご案内

日時：10月19日（土）　9：00 ～ 10：00
会場：第1会場（5階 大ホール）
座長：奥村 明之進（NHO 大阪刀根山医療センター 院長）

樂木 宏実
労働者健康安全機構　大阪労災病院　総長／大阪大学　名誉教授

【学歴・職歴】
1984年 3月　大阪大学医学部　卒業
1985年 7月　桜橋渡辺病院　循環器内科　医員
1989年 9月　米国ハーバード大学ブリガム ･アンド ･ウイミンズ病院内科　研究員
1990年 7月　米国スタンフォード大学心臓血管内科　研究員
1993年 8月　大阪大学医学部　老年病医学　助手
2002年10月　大阪大学大学院医学系研究科　加齢医学　講師
2004年 2月　同　加齢医学　助教授
2007年11月　同　老年・腎臓内科学　教授
2015年10月　同　老年・総合内科学　教授（内科学講座再編による）
2023年 4月　労働者健康安全機構　大阪労災病院　院長
2024年 4月　同　大阪労災病院　総長　　　現在に至る

【主な研究】
老年医学、高年齢労働者の労働災害、高血圧学

【主な学会など役員】
日本高血圧協会（理事長 2022年～）、日本高血圧学会（理事長 2020～2022年）
日本老年学会（理事）、日本老年医学会（理事、理事長 2015～2019年）
日本サルコペニア・フレイル学会（理事）、日本心血管内分泌代謝学会（理事）

【主な受賞】
2011年　米国心臓協会 , Top Paper published in Hypertension for 2010, 臨床科学部門
2011年　第 2回 Hypertension Research Award 優秀賞
2018年　日本心血管内分泌代謝学会　第 22 回 高峰譲吉賞
2023年　大阪府医師会医学教育功労者
2024年　日本高血圧学会 栄誉賞

教育講演
EL　幸福長寿をめざす老年医学

19第78回国立病院総合医学会
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第
１
日
目

開会式
8:30～9:15 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

司会：畠山 美咲 

 ∙ ∙開会宣言
NHO 大阪医療センター 院長 松村 泰志

 ∙ ∙開会の辞
独立行政法人国立病院機構 理事長 新木 一弘

 ∙ ∙挨拶
厚生労働省 審議官 森 真弘

 ∙ ∙祝辞
大阪府副知事 渡邉 繁樹

大阪市長 横山 英幸
一般社団法人大阪府医師会 会長 中尾 正俊

公益社団法人大阪府看護協会 会長 弘川 摩子

表彰式（理事長表彰）
9:15～9:30 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

 ∙ ∙・能登半島地震にかかる表彰
・厚生労働大臣表彰の受賞にかかる表彰
・国立病院機構優秀論文賞

Opening Remarks
9:30～10:50 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

独立行政法人国立病院機構 理事長 新木 一弘
独立行政法人国立病院機構 副理事長 大西 友弘

招待講演 1
14:00～15:00 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：水戸 祥江 （NHO 大阪医療センター 看護部長）

 IL1∙ ∙分身ロボットOriHimeによる新たな働き方、社会とのつながり方について
株式会社オリィ研究所 吉藤 オリィ

主
要
企
画
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第
１
日
目

招待講演 2
15:10～16:10 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

 IL2∙ ∙人生100年時代の健康・医療　―∙Well-beingの実現と健康であることの
意義∙―

社会政策課題研究所 江崎 禎英

特別企画シンポジウム
16:20～17:50 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

いよいよ始まる厚労省主導医療DXの本格運用

 SSY-1∙ ∙医療DXの取組と標準化について
厚生労働省 田中 彰子

 SSY-2∙ ∙診療報酬改定DXの取組
厚生労働省 島添 悟亨

 SSY-3∙ ∙医療DXの本格運用に向けた本部の対応について
NHO 本部 堀口 裕正

シンポジウム 1
11:00～12:30 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

座長：坊野 静成 （NHO 本部総務部長）
田中 英之 （NHO 大阪医療センター事務部長）

NHO事務職員の人材確保戦術　～就活生に向けた効果的アプローチを考
える～

 SY1-1∙ ∙近畿グループにおける現状と今後の展望~NHO事務職員の確保に向けて~
NHO 近畿グループ 日吉 晴香

 SY1-2∙ ∙就活生に対する実践的アプローチ　～ NHO事務系総合職におけるやりがい
の実現・見える化～

NHO 宇多野病院 坂本 雄哉
NHO 南和歌山医療センター 篠 伊織

 SY1-3∙ ∙自分たちはどのようにしてNHOを知り、何が決め手でエントリーしたか。
～ここは医療事務ではない！～

NHO 豊橋医療センター 岸 遥華
NHO 豊橋医療センター 馬島 瑠彩

主
要
企
画

シ
ン
ポ
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第
１
日
目

 SY1-4∙ ∙想像していた事務職員像と現実～就活生のギャップを埋めろ～
NHO 東埼玉病院 鈴木 哲士

NHO 村山医療センター 早乙女 桃香
NHO 西新潟中央病院 永野 愛梨

 SY1-5∙ ∙きっかけをつくる情報発信～就活生の心を掴もう～
NHO 弘前総合医療センター 坂本 輝
NHO 弘前総合医療センター 阿部 達也
NHO 弘前総合医療センター 藤田 萌

 SY1-6∙ ∙何事にも貪欲なZ世代就活生の落とし方
NHO 佐賀病院 柿原 爽

NHO 東佐賀病院 田口 諒

 SY1-7∙ ∙どのようにして国立病院機構と出会い、就職に至ったのか―2つの事例を通
じて

NHO 呉医療センター 成澤 佳永
NHO 愛媛医療センター 安永 雅菜

 SY1-8∙ ∙25卒採用市場動向報告～変化する活動とこれからの採用に必要な考え方～
株式会社マイナビ 下堀 晃徳

シンポジウム 2
11:00～12:30 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：齋藤 俊樹 （NHO 本部総合研究センター臨床研究支援部 部長）
八十田 明宏 （NHO 京都医療センター臨床研究センター長）

医療AIの最前線、NHO電子カルテデータベースの利活用およびNHO臨
床研究の全体像

 SY2-1∙ ∙NHO臨床研究の全体像
NHO 本部 齋藤 俊樹

 SY2-2∙ ∙医療における人工知能
島根大学医学部医学科 医療情報学 津本 周作

 SY2-3∙ ∙NHO電子カルテデータベースの利活用について
NHO 本部／東京医科歯科大学大学院／昭和大学 井上 紀彦

シ
ン
ポ
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１
日
目

シンポジウム 3
11:00～12:30 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：川﨑 貞男 （NHO 南和歌山医療センター救急・災害医療部長）
中道 親昭 （NHO 長崎医療センター高度救命救急センター センター長）

超高齢救急患者の問題点

 SY3-1∙ ∙救急領域における高齢患者の意思決定支援～ 1症例を振り返って～
NHO 嬉野医療センター 吉永 光

 SY3-2∙ ∙当院ICU・救命救急センターにおける超高齢者へのリハビリテーションの現
状と早期離床への取り組みについて

NHO 九州医療センター 海老原 将太

 SY3-3∙ ∙救命救急における超高齢者患者への当院薬剤師の関わり
NHO 京都医療センター 稲田 顕慶

 SY3-4∙ ∙超高齢救急患者の退院支援の現状と課題-救急外来担当MSWが過去3年分
のケースを振り返り感じたこと-

NHO 岩国医療センター 竹森 佳代子

 SY3-5∙ ∙超高齢救急患者が入院中に行う栄養管理の重要性
NHO 南和歌山医療センター 河部 彩香

 SY3-6∙ ∙超高齢者救急医療におけるメディエーターとの連携体制について
NHO 長崎医療センター 白水 春香

シンポジウム 4
11:00～12:30 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：新田 幸一 （NHO 京都医療センター 臨床検査科）
佐伯 仁志 （NHO 舞鶴医療センター 臨床検査技師長）

どうするDX　臨床検査の未来像

 SY4-1∙ ∙NCDAの現状と今後の展望
NHO 本部 清水 友章

 SY4-2∙ ∙NCDAに関わる検査技師の役務
NHO 本部 清水 友章

 SY4-3∙ ∙こうするDX　臨床検査統計から広がる世界
国立国際医療研究センター病院 北沢 敏男

 SY4-4∙ ∙外部委託検査結果の自動取得
NHO 四国がんセンター 庄野 三郎

 SY4-5∙ ∙当院における遠隔病理診断ネットワークの構築と取り組み　～京都府から全
国へ～

NHO 舞鶴医療センター 山田 寛
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シンポジウム 5
11:00～12:30 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：坂本 はと恵 （国立がん研究センター東病院ソーシャルワーカー室 室長）
髙村 純子 （NHO 三重病院地域医療連携室 医療社会事業専門職）

これからのキャリアラダーの活用を考える

 SY5-1∙ ∙国立病院ソーシャルワーカー協議会　研修体系表並びにキャリアラダー【暫
定版】について

NHO 甲府病院 市村 友希

 SY5-2∙ ∙北海道医療ソーシャルワーカー協会「医療ソーシャルワーカー・キャリアラ
ダー・モデル」について

NHO 北海道がんセンター 木川 幸一

 SY5-3∙ ∙ソーシャルワーカー部門における人材育成プログラムについて
NHO 高崎総合医療センター 佐藤 拓海

 SY5-4∙ ∙新人期の経験から作りあげた教育ラダーの現状と課題～国立国際医療研究セ
ンター病院の取り組み～

国立国際医療研究センター病院 中山 照雄

 SY5-5∙ ∙人材育成について自施設での経験から現状思うこと
NHO やまと精神医療センター 前田 智

シンポジウム 6
11:00～12:30 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：久保 徳彦 （NHO 別府医療センター総合診療科 教授）
村上 涼子 （NHO 京都医療センター統括診療部 診療看護師）

JNPが係る「診療の補助」の実態と安全性 ―JNPの実践活動の均質化・標
準化を目指して―

 SY6-1∙ ∙当院における脳神経外科診療看護師（JNP）の働きについて
NHO 東京医療センター　脳神経外科 利光 恵利子

 SY6-2∙ ∙国立病院機構・診療看護師（JNP）の包括的指示書を活用した自律的「診療の
補助」の実践と安全性

NHO 大阪医療センター 森 寛泰

 SY6-3∙ ∙災害医療センターにおける整形外科所属のJNPによる実践活動の現状
NHO 災害医療センター 熊沢 貴史

 SY6-4∙ ∙浜田医療センターでのタスクシフト/シェア
NHO 浜田医療センター 田向 宏和
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 SY6-5∙ ∙相対的医行為実施のための承認制度の導入
NHO 九州医療センター 石原 夕子

シンポジウム 7
14:00～15:30 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

座長：小池 薫 （NHO 京都医療センター 院長）
岩﨑 浩己 （NHO 九州医療センター 院長）

ディスカサント：小森 敦正 （NHO 長崎医療センター 臨床研究センター 難治性疾患研究部長）
新野 正明 （NHO 北海道医療センター 臨床研究部長）
岡田 靖 （NHO 九州医療センター 副院長）
安部 晴彦 （NHO 大阪医療センター 循環器内科医長（副科長）・心不全センター長）

若手医師フォーラム

 SY7-1∙ ∙Ultrasound-Guided∙Lateral∙Femoral∙Cutaneous∙Nerve∙Block∙for∙
Meralgia∙Paresthetica:∙A∙Case∙Report

NHO 熊本医療センター 宇野 由希子

 SY7-2∙ ∙Three∙cases∙of∙Interstitial∙pneumonia∙with∙anti-EJ∙positive∙
polymyositis/dermatomyositis

NHO 千葉東病院 大矢 佳寛

 SY7-3∙ ∙Amenorrhea∙in∙a∙Young∙Girl∙Discovered∙Following∙a∙Femoral∙Shaft∙
Fracture∙During∙Exercise

NHO 長崎医療センター 古賀 潤紀

 SY7-4∙ ∙Treatment∙of∙Pediatric∙Tibial∙Eminence∙Fractures
NHO 甲府病院 萩野 哲広

 SY7-5∙ ∙Brain∙lesions∙associated∙with∙HIV∙infection:∙A∙single-center∙surgical∙
experience

NHO 大阪医療センター 藤見 洋佑

 SY7-6∙ ∙Brain∙Natriuretic∙Peptide∙as∙Predictive∙Indicator∙of∙Worsening∙Heart∙
Failure∙Events∙in∙High-Risk∙Patients

NHO 大阪医療センター 村岡 直哉

シンポジウム 8
14:00～15:30 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：松村 剛 （NHO 大阪刀根山医療センター 副院長）

希少疾病のドラッグ・ロスを防ごう

 SY8-1∙ ∙ドラッグ・ロス解消に向けた行政の取組み
厚生労働省 佐藤 大介
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 SY8-2∙ ∙ドラッグロス解消に向けて∙-∙スタートアップ企業の挑戦
オシアナスバイオ株式会社 西馬 信一

 SY8-3∙ ∙ドラッグ・ロス予防にNHOができること
NHO 大阪刀根山医療センター 松村 剛

 SY8-4∙ ∙Think　Globally，　Act　Locally－日本の患者・市民にできること
NPO法人筋強直性ジストロフィー患者会 妹尾 みどり

シンポジウム 9
14:00～15:30 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：壁屋 康洋 （NHO 榊原病院 主任心理療法士）

多領域での心理検査の有用性と効果、活用の意義と課題

 SY9-1∙ ∙小児科での心理検査／アセスメントからはじまる支援の展開
NHO 下志津病院 上原 美紗

 SY9-2∙ ∙多機能型精神科での心理検査ー小児、高齢者、精神鑑定
NHO 肥前精神医療センター 砥上 恭子

 SY9-3∙ ∙脳神経外科での心理検査の活用、院長としての公認心理師の活用
NHO 奈良医療センター 平林 秀裕

シンポジウム 10
14:00～15:30 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：根岸 明秀 （NHO 横浜医療センター歯科口腔外科 部長）
吉本 仁 （NHO 大阪医療センター歯科口腔外科 科長）

口腔機能管理の裾野を広げる

 SY10-1∙ ∙顎関節脱臼について∙-病態と手術療法-
NHO 大阪医療センター 有家 巧

 SY10-2∙ ∙検尿異常/腎炎における頭頚部・口腔領域の病巣感染治療の重要性
NHO 大阪医療センター 岩谷 博次

 SY10-3∙ ∙心不全療養指導における歯科衛生士の関わり
NHO 金沢医療センター 中村 美紗季

 SY10-4∙ ∙言語聴覚士と口腔外科の連携
NHO 三重中央医療センター／三重県立こころの医療センター／神戸大学大学院 梅原 健
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シンポジウム 11
15:40～17:10 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

QC活動 グループ最優秀賞 事例発表

 SY11-1∙ ∙THE∙FIRST∙BAKKAN∙～あきらめたらそこで抜管終了ですよ…？～
 NHO 仙台医療センター　集中治療部 with Early Mobilization Team（EMT）

 SY11-2∙ ∙サステナブルな節薬を目指して～ Road∙to∙2,000万円～
 NHO 東京医療センター　ChaChatt G.P.T.

 SY11-3∙ ∙捨てられてしまう薬が泣いている～使用期限切れによる医薬品ロス削減を目
指して～

 NHO 医王病院　THP業務推進委員会QCぶきっちょこの指とまれ

 SY11-4∙ ∙分娩件数がのびないのはなぁぜなぁぜ？～地域の特性を生かした広報経営戦
略～

 NHO 神戸医療センター　BREAKTHROUGH 120

 SY11-5∙ ∙給与・経理だって費用削減できるもん！～給与振込にかかる手数料削減・
eLTAX導入～

 NHO 広島西医療センター　給与係も早く帰り隊

 SY11-6∙ ∙日本一∙患者さんに優しい病院を目指して～経済的理由で治療を断念する人
をなくすために～

 NHO 九州がんセンター　経済的困難患者への早期介入促進チーム

シンポジウム 12
15:40～17:10 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：齊藤 利雄 （NHO 大阪刀根山医療センター小児神経内科 部長）
尾方 克久 （NHO 東埼玉病院 副院長）

小児期発症疾患患者の成人移行支援

 SY12-1∙ ∙神経・筋疾患の移行医療と日本神経学会の取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 齊藤 利雄

 SY12-2∙ ∙移行期医療と成人移行支援　及び　大阪府移行期医療支援センターの活動の
実際

大阪母子医療センター 位田 忍

 SY12-3∙ ∙慢性疾患成人移行アプリ・東京都移行期医療支援センターの取り組み
東京都立小児総合医療センター 東京都移行期医療支援センター 青木 裕美

 SY12-4∙ ∙かながわ移行期医療支援センターの現状と課題
かながわ移行期医療支援センター 赤星 千加子
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シンポジウム 13
15:40～17:10 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：吉野 宗宏 （NHO 大阪医療センター 薬剤部長）
八田 裕之 （NHO 金沢医療センター 薬剤部長）

薬剤師の働き方改革を考える～目指すタスクシフト・シェアに向けて～

 SY13-1∙ ∙タスクシフト・シェアの実際　薬剤師から薬剤師以外の者へ
NHO 弘前総合医療センター 工藤 早苗

 SY13-2∙ ∙中規模施設における薬剤師業務のタスクシフトの現状∙―リスキリングと持
続可能な業務体制の構築―

NHO 豊橋医療センター 井上 裕貴

 SY13-3∙ ∙薬剤師業務のタスクシフト/シェア-がん専門病院の調剤業務を中心に-
国立がん研究センター中央病院 中島 寿久

 SY13-4∙ ∙当院でのタスクシフト・シェアの取り組み～持続可能でよりよい働き方を目
指して～

NHO 大阪医療センター 山下 大輔

シンポジウム 14
15:40～17:10 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：小出 志保 （NHO 近畿中央呼吸器センター地域医療連携室）
川口 美度理 （NHO 大阪南医療センター医療福祉相談室）

医療機関における虐待対応の現状と課題

 SY14-1∙ ∙子どもの権利擁護と虐待防止へのアプローチ～児童精神科の視点から～
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 齋藤 絵梨

 SY14-2∙ ∙国立成育医療研究センターにおける虐待対応の取り組み
国立成育医療研究センター 山口 麻子

 SY14-3∙ ∙高齢者虐待防止の取り組みについて
国立長寿医療研究センター 近藤 秀憲

 SY14-4∙ ∙高齢者の社会的孤立を防ぐために～高齢者虐待におけるソーシャルワーカー
の役割～

NHO 名古屋医療センター 瀬口 理恵
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シンポジウム 15
15:40～17:10 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：山田 宗伸 （NHO 箱根病院療育指導室 室長）
山嵜 利紘 （NHO 渋川医療センター 室長）

語り合おう！児童指導員に求められるチーム支援　～医療、福祉、教育の
垣根を越えて～

 SY15-1∙ ∙子どもたちに適切な医療と教育をはじめとした必要なサポートを保障するた
めに、児童指導員に期待すること

NHO 新潟病院 西牧 謙吾

 SY15-2∙ ∙発達障害児や特別支援学校に通う入院中の生徒に対する生活支援と教育の連
携について

NHO 新潟病院 木明 香子

 SY15-3∙ ∙学生時代の経験を踏まえ、児童指導員として実践した教育との連携から
NHO 米沢病院 沼沢 彩華

 SY15-4∙ ∙児童指導員として教育と連携する中で感じる葛藤や困り感について
NHO 徳島病院 和田 勇貴

シンポジウム 16
15:40～17:10 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：寺本 典弘 （NHO 四国がんセンター 部長）
熱海 恵理子 （NHO 沖縄病院病理診断科 科長）

山のように多量で、魚の様に多様なコンパニオン診断を回すtips ～プレア
ナリシス

 SY16-1∙ ∙コンパニオン診断薬:∙概略と問題点
NHO 九州がんセンター 田口 健一

 SY16-2∙ ∙コンパニオン診断のコスト意識を育む
NHO 仙台医療センター 齋藤 邦倫

 SY16-3∙ ∙多種多様なコンパニオン検査をさばくため『評価表』『準備用紙』の運用
NHO 四国がんセンター 山本 珠美

 SY16-4∙ ∙コンパニオン検査における組織学的品質評価のポイント
NHO 仙台医療センター 小山 涼子

 SY16-5∙ ∙肺癌マルチ遺伝子検査の施行ではどのような症例が問題となるか
NHO 近畿中央呼吸器センター 清水 重喜

 SY16-6∙ ∙当院でのコンパニオン診断の運用状況と新規検査追加時の手順
NHO 大阪医療センター 青木 悠真

シ
ン
ポ

40 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

16



第
１
日
目

 SY16-7∙ ∙病理医不在の病院における病理検体を用いた遺伝子検査の運用方法について
NHO 舞鶴医療センター 山田 寛

パネルディスカッション 1
11:00～12:30 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：久留 聡 （NHO 鈴鹿病院 院長）
高田 博仁 （NHO 青森病院 院長）

ディスカサント：尾方 克久 （NHO 東埼玉病院 副院長）
山崎 明子 （NHO 大阪刀根山医療センター 副看護師長）
片山 望 （NHO 仙台西多賀病院リハビリテーション科）
稲澤 淳一 （NHO 下志津病院療育指導室 室長）
遠藤 麻貴子 （国立精神・神経医療研究センター病院臨床研究支援部）
中岡 大昂 （NHO 大牟田病院医療安全管理室 主任臨床工学技士）

筋ジストロフィー病棟60年　～現状と課題～

パネルディスカッション 2
11:00～12:30 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：瓦谷 義隆 （NHO 京都医療センター 臨床工学技士長）
高橋 裕三 （国立循環器病研究センター臨床工学部 副臨床工学技士長）

輝く人生と仕事：継続するモチベーションを求めて ～集まれ熱男・熱女　
『心を燃やせ』後輩たちのために～

 PD2-1∙ ∙情熱の転換：国立病院から日本酒造りへ全身全霊の挑戦
NHO 大阪南医療センター 山野上 清匡

 PD2-2∙ ∙中堅CEの今までとこれから～人は心が原動力だ～
NHO 岩手病院 及川 秋沙

 PD2-3∙ ∙獣医学部大学院に挑み、パラレルキャリアの習得を目指す
NHO 大阪医療センター 四井田 英樹

 PD2-4∙ ∙幹部自衛官から臨床工学技士への転身∙-国のためから患者のためへ∙これが
私の大義の道-

国立循環器病研究センター 中村 祐子

 PD2-5∙ ∙オーストラリアへの留学を経験し国際的視野を拓く
NHO 呉医療センター 多賀谷 正志
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パネルディスカッション 3
14:00～15:30 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：北川 智彦 （NHO 大阪医療センター 副診療放射線技師長）
小西 英一郎 （NHO 災害医療センター）

診療放射線技師の災害支援の在り方

 PD3-1∙ ∙診療放射線技師の支援と受援の課題
兵庫県災害医療センター / 神戸赤十字病院 中田 正明

 PD3-2∙ ∙令和6年能登半島地震における七尾病院被害状況と放射線科の対応
NHO 七尾病院 青島 崇

 PD3-3∙ ∙被災患者受入れ施設の病院対応と教訓
NHO 金沢医療センター 池本 智博

 PD3-4∙ ∙被災地で働く仲間のために出来ること
NHO 東京医療センター 加藤 芳人

特別企画 1
14:00～15:30 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：金村 米博 （NHO 大阪医療センター臨床研究センター長）
八十田 明宏 （NHO 京都医療センター臨床研究センター長）

進化していく病院のための開拓と連携① ―国立病院機構における医療機
器等開発の取り組み―

 SP1-01∙ ∙医療機器の実用化に向けた日本での研究開発支援の現況
日本医療研究開発機構 赤川 英毅

 SP1-02∙ ∙国立病院機構（NHO）の臨床研究インフラと支援体制
NHO 本部 齋藤 俊樹

 SP1-03∙ ∙全医療職/全医療現場が参加する医療機器・ヘルスケア関連製品開発拠点
（Bi-AMPS）の取り組み

NHO 大阪医療センター 金村 米博

 SP1-04∙ ∙国立病院機構各専門職の取り組み紹介：医師の立場から
NHO 南和歌山医療センター 横山 省三

 SP1-05∙ ∙国立病院機構各専門職の取り組みの紹介：臨床工学技士の立場から
NHO 近畿中央呼吸器センター 岡本 明子

 SP1-06∙ ∙国立病院機構各専門職の取り組み紹介：看護師の立場から
NHO 大阪医療センター 山中 真美子

 SP1-07∙ ∙国立病院機構各専門職の取り組みの紹介：診療放射線技師の立場から
NHO 大阪医療センター 水野 雄貴

パ
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 SP1-08∙ ∙リハビリテーション機器開発の必要性と可能性
NHO 大阪刀根山医療センター 町野 豊

 SP1-09∙ ∙大阪医療センター＋日本山村硝子共同開発　嚥下困難者向けトロミ剤シェー
カーカップ「ぴったりトロミがつくカップ」開発

日本山村硝子株式会社 岡部 泰幸

 SP1-10∙ ∙医療機器開発におけるグローバルエコシステム構築に向けた取組み～医療機
器開発支援プラットフォームのご紹介～

大阪商工会議所産業部 槇山 愛湖

特別企画 2
15:40～17:10 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：大西 光雄 （NHO 大阪医療センター救命救急センター 診療部長）
中村 貴行 （NHO 大阪医療センター臨床工学室 臨床工学技士長）

進化していく病院のための開拓と連携② 私達と共にこんな製品を創りま
せんか？（NHO発ニーズ/シーズマッチングフォーラム）

 SP2-1∙ ∙オープニングリマークス
大阪商工会議所 副会頭 相良 暁

 SP2-2∙ ∙患者への痛みを最小限に抑えた駆血帯
NHO 大阪南医療センター 山野上 清匡

 SP2-3∙ ∙簡易式在宅嚥下機能評価デバイスの開発
NHO 近畿中央呼吸器センター 窪田 紀子

 SP2-4∙ ∙フレキシブル∙Flat∙Panel∙Detector∙ホルダの開発
NHO 南京都病院 佐藤 一哉

 SP2-5∙ ∙リハビリテーション科のニーズと製品開発提案
NHO 兵庫中央病院 尾谷 寛隆

 SP2-6∙ ∙DMATのニーズと製品開発提案
NHO 機構本部 DMAT事務局 若井 聡智

 SP2-7∙ ∙クロージングリマークス
国立病院機構 名誉理事長 楠岡 英雄

主
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オーガナイズドセッション 1
14:00～15:30 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：島村 弘宗 （NHO 仙台医療センター 総合外科／医療安全管理室部長）
下司 有加 （NHO 大阪医療センター 看護部／医療安全管理係看護師長）

医療安全推進に向けた新たな試み

 OR1-1∙ ∙情報伝達エラーを回避するための取り組み～ SBARトレーニングを実施して～
NHO 東佐賀病院 中村 陽一郎

 OR1-2∙ ∙患者急変対応の放射線技師教育におけるVirtual∙Reality訓練の試み:視点の
違いによる比較

国立循環器病研究センター 奥山 舜

 OR1-3∙ ∙2022年・2023年の当院における人工呼吸器関連のインシデントの解析、
その要因と対策を考える

NHO 南京都病院 角 謙介

 OR1-4∙ ∙A病院における分娩期インシデントレポート報告の実態調査～医療安全教育
の在り方の示唆を得る～

NHO 小倉医療センター 尾崎 麻美

 OR1-5∙ ∙医療安全担当副看護師長としての多職種を対象とした医療安全行動遵守の実
践報告

NHO 東京医療センター 長谷川 真未

 OR1-6∙ ∙AI時代にこそドラッガーのマネジメント理論を活用した医師の医療安全の
取り組みについて

NHO 福山医療センター 大塚 眞哉

オーガナイズドセッション 2
14:00～15:30 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：花岡 拓哉 （NHO 西別府病院 神経内科部長）
安達 ひとみ （NHO 大阪刀根山医療センター 看護部長）

療養介護支援のあり方について～多職種と共に考える～

 OR2-1∙ ∙神経・筋疾患患者が安心して地域で生活するためのシステム構築-ALS患者
における病院間連携について考える-

NHO 千葉東病院 今野 篤

 OR2-2∙ ∙「家で看たい」を実現するために　～有期有目的入所から在宅生活へ～
NHO 南京都病院 稲田 輝

 OR2-3∙ ∙療養介護利用者の地域移行について～グループホームへと移行した2事例～
NHO 敦賀医療センター 田中 真史
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 OR2-4∙ ∙長期入院中のアテトーゼ型脳性麻痺患者の補助代替コミュニケーションと余
暇活動の変遷

NHO 長良医療センター 伊藤 智絵

 OR2-5∙ ∙人工呼吸器装着を選択しない球麻痺型発症した筋萎縮性硬化症患者における
療養支援について∙-∙QOL評価と各機能評価に着目して-

国立精神・神経医療研究センター 寄本 恵輔

 OR2-6∙ ∙筋ジストロフィー患者の終末期における患者・家族の意思決定を支える関わり
NHO 大阪刀根山医療センター 命苫 みすず

 OR2-7∙ ∙終末期にある重症心身障害者へのその人らしさを支える多職種での関わり～
思いに寄り添う援助～

NHO 西別府病院 羽田 明日子

オーガナイズドセッション 3
15:40～17:10 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：新井 徹 （NHO 近畿中央呼吸器センター 臨床研究センター長）
豊岡 圭子 （NHO 大阪刀根山医療センター 脳神経内科部長）

難病診療・支援の現状と問題点

 OR3-1∙ ∙自己免疫性肺胞蛋白症診療の問題点；希少肺疾患診療体制構築の試み
NHO 近畿中央呼吸器センター 新井 徹

 OR3-2∙ ∙呼吸機能障害の認定基準の問題点を明らかにする
NHO 南京都病院 坪井 知正

 OR3-3∙ ∙在宅ハイフローセラピー導入における患者特性に応じた機器選択と在宅導入
支援について

NHO 関門医療センター／ NHO 山口宇部医療センター 石光 雄太

 OR3-4∙ ∙てんかん支援ネットワークを利用したオンライン診療の推進
国立精神・神経医療研究センター病院 中川 栄二

 OR3-5∙ ∙パーキンソン病患者の療養先について考える～進行期における治療と療養の
両立～

NHO 仙台西多賀病院 榊原 愛

 OR3-6∙ ∙免疫アレルギー疾患患者にかかる治療と仕事の両立支援モデル事業を受託して
NHO 三重病院 髙村 純子
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ランチョンセミナー 1
12:50～13:50 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

共催：ギリアド・サイエンシズ株式会社
座長：小森 敦正 （NHO 長崎医療センター 臨床研究センター 難治性疾患研究部長）

ウイルス肝炎のEliminationに向けて－世界と日本の現状と課題

 LS1∙ ∙ウイルス肝炎のEliminationに向けて－世界と日本の現状と課題
国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター 考藤 達哉

ランチョンセミナー 2
12:50～13:50 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

共催：日本ストライカー株式会社
座長：三木 秀宣 （NHO 大阪医療センター　整形外科 部長）

ロボティック手術支援システムの導入と、その有用性について

 LS2∙ ∙これからの人工関節全置換術に不可欠なコンピューター支援手術∙～ Mako
システムを中心に～

NHO 呉医療センター 山崎 琢磨

ランチョンセミナー 3
12:50～13:50 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

共催：株式会社ニチイ学館
座長：井土 兼利 （株式会社ニチイ学館 事業統括本部 事業企画室 シニアマネージャー）

積極的な広報活動による地域連携の取組事例

 LS3∙ ∙積極的な広報活動による地域連携の取組事例
八尾医療PFI株式会社 門井 洋二

ランチョンセミナー 4
12:50～13:50 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

共催：インテュイティブサージカル合同会社
座長：平尾 素宏 （NHO 大阪医療センター 副院長）

ダビンチ運用のネクストステージ

 LS4∙ ∙ロボット支援手術のNext∙Phase∙-効果と効率の最大化を目指す-
倉敷成人病センター 臨床工学科 山下 由美子
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ランチョンセミナー 5
12:50～13:50 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

共催：テルモ株式会社
座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

院内でのバイタル関連機器と電子カルテの連携による取り組み

 LS5∙ ∙『地域連携推進法人によるDXの取り組み』
地域医療連携推進法人 湖南メディカル・コンソーシアム／社会医療法人 誠光会 法人本部 䕃山 裕之

ランチョンセミナー 6
12:50～13:50 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

共催：バイオジェン・ジャパン株式会社
座長：長野 清一 （大阪大学大学院 医学系研究科 神経難病認知症探索治療学寄附講座 教授）

脊髄性筋萎縮症について

 LS6∙ ∙脊髄性筋萎縮症診療の実際
NHO 大阪刀根山医療センター 齊藤 利雄

ランチョンセミナー 7
12:50～13:50 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

共催：ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社
座長：奥田 準二 （豊中敬仁会病院 院長補佐／内視鏡ロボット手術統括センター長）

Fusion Surgery 　～より良い手術に向けたチーム作り～

 LS7-1∙ ∙当院のFusion∙Surgeryの現状と展望
豊中敬仁会病院 内視鏡ロボット手術センター 奥田 準二

 LS7-2∙ ∙当院のロボット支援手術におけるfusion∙surgeryの取り組み
大阪国際がんセンター 消化器外科 末田 聖倫
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ランチョンセミナー 8
12:50～13:50 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

共催：アッヴィ合同会社
座長：榊原 祐子 （NHO 大阪医療センター 消化器内科 医長）

クローン病治療の複雑化と最適化

 LS8∙ ∙クローン病治療の複雑化と最適化
兵庫医科大学 医学部 消化器内科学講座 新﨑 信一郎

ランチョンセミナー 9
12:50～13:50 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

共催：日本ストライカー株式会社
座長：井上 耕一 （NHO 大阪医療センター 循環器内科 科長）

再製造単回使用医療機器（R-SUD）の今後と安全性について

 LS9∙ ∙不整脈治療における再製造単回使用医療機器（R-SUD）使用の現状と展望
国立循環器病研究センター 不整脈科 和田 暢

ランチョンセミナー 10
12:50～13:50 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

共催：株式会社エム・アール・ピー
座長：源 路子 （一般社団法人 医療資源開発・最適化センター 理事）

高度急性期3医療機関の共同連携による経営改善の取組
― 診療材料等の共同物流・調達の検討 ―

 LS10∙ ∙高度急性期3医療機関の共同連携による経営改善の取組
―∙診療材料等の共同物流・調達の検討∙―

NHO 大阪医療センター 渡部 恭士
国立循環器病研究センター 企画経営部 寺本 秀和
国立循環器病研究センター 財務経理部 北村 直樹
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ランチョンセミナー 11
12:50～13:50 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

共催：株式会社グローバルヘルスコンサルテイング・ジャパン
座長：渡辺 幸子 （株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン 代表取締役社長）

常識に囚われない　～不確実性の時代における病院経営のポイント～

 LS11∙ ∙常識に囚われない　～不確実性の時代における病院経営のポイント～
株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン コンサルティング部門 中村 伸太郎

ランチョンセミナー 12
12:50～13:50 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

共催：アッヴィ合同会社
座長：武田 篤 （NHO 仙台西多賀病院 院長）

パーキンソン病治療のUp-to-dateとチーム医療

 LS12-1∙ ∙パンデミック時代のパーキンソン病診療～治療の進歩と多職種連携～
慶應義塾大学医学部 神経内科 関 守信

 LS12-2∙ ∙多職種連携における看護師の役割：パーキンソン病治療の現場から
NHO 鳥取医療センター 上田 素子

ランチョンセミナー 13
12:50～13:50 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

共催：一般社団法人国立医療学会
座長：樅山 幸彦 （国立医療学会誌「医療」 編集委員長／ NHO 東京医療センター 副院長）

第57回塩田賞授与式および受賞講演

 LS13-1∙ ∙ICUにおける人工呼吸器患者の入院関連機能障害のリスク因子の検討
－多施設後方視研究－

NHO 静岡医療センター 内藤 裕治

 LS13-2∙ ∙急性期脳卒中患者の自宅退院支援に向けたFIM評価の活用
NHO 九州医療センター 古賀 翔

 LS13-3∙ ∙COVID-19患者におけるADL低下の特徴とリハビリテーションの効果
NHO 愛媛医療センター（現所属 NHO 四国がんセンター） 川道 幸司
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口演 1  ［ 呼吸・循環器疾患 ］
11:30～12:30 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：森 圭佑 （NHO 京都医療センター 臨床工学科主任）
深谷 隆史 （国立国際医療研究センター病院 臨床工学技士長）

 O1-1-1∙ ∙長期人工呼吸療法患者へ対するIPVの効果について　～ EITを用いた評価
NHO 西別府病院 阿部 聖司

 O1-1-2∙ ∙量規定換気における3種類の呼気ポートを使用した呼気1回換気量とリーク
量の検討

国立精神・神経医療研究センター 宮留 優也

 O1-1-3∙ ∙NPPV設定にはPtcCO2モニターと人工呼吸器データが参考になるが実は
難しい

NHO 南京都病院 三橋 寿子

 O1-1-4∙ ∙胃・食道内pH・インピーダンス測定の胃瘻造設術前スクリーニングテスト
としての有用性

NHO 村山医療センター 榎本 豊

 O1-1-5∙ ∙肺静脈隔離術における心室ペーシングに体外式ペースメーカ使用の検討
NHO 横浜医療センター 村上 浩哉

 O1-1-6∙ ∙CARTO3システムVersion∙8とElevateTM∙Moduleの使用経験
NHO 大阪医療センター 槙尾 圭一郎

口演 2  ［ 栄養指導・栄養評価 ］
11:30～12:30 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：神谷 しげみ （NHO 災害医療センター 栄養管理室長）

 O1-2-1∙ ∙食物アレルギーの移行期支援の課題について
NHO 福岡東医療センター 中山 美帆

 O1-2-2∙ ∙食事の必要性を伝えられたアルコール多飲による栄養失調患者の一例
NHO 指宿医療センター 吉田 有希

 O1-2-3∙ ∙口腔アセスメントOHAT-J導入後の現状と課題
NHO 呉医療センター 横山 知子

 O1-2-4∙ ∙NSTから発信する沖縄病院における新たな栄養管理体制の検討
NHO 沖縄病院 赤坂 さつき

 O1-2-5∙ ∙慢性腎臓病ステージG3b ～ G5患者における低亜鉛血症スクリーニングに
有用な臨床指標の探索～バリデーションコホート研究による評価～

NHO 嬉野医療センター 安藤 翔治

 O1-2-6∙ ∙肝硬変患者における血漿フィッシャー比の低下を予測する臨床指標の探索
NHO 嬉野医療センター 安藤 翔治
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口演 3  ［ 運営・管理 ］
11:30～12:30 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：大野 幸司 （NHO 兵庫中央病院 事務部長）

 O1-3-1∙ ∙広報活動によるマイナ保険証利用率の向上を目指す
NHO 横浜医療センター 野口 啓太

 O1-3-2∙ ∙動画配信サービスを活用した広報活動～ボトムアップで始める病院ブラン
ディング～

NHO 横浜医療センター 黒崎 栄治

 O1-3-3∙ ∙建物を大切に使うために
NHO 本部 金子 薫

 O1-3-4∙ ∙建物を継続的に使うために
NHO 本部 井上 和希

 O1-3-5∙ ∙公募型企画競争における競争性の確保
［地下水活用システム業務委託事業］

NHO 宇都宮病院 鈴木 道生

 O1-3-6∙ ∙収賄事件に関する調達部門が実施する改善の取り組み
国立がん研究センター 斎藤 知二

口演 4  ［ 救急治療・集中治療 ］
11:30～12:30 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：石田 健一郎 （NHO 大阪医療センター ER・救命救急科科長）

 O1-4-1∙ ∙非閉塞性腸管虚血と腸管嚢腫様気腫症の鑑別に関する検討
NHO 名古屋医療センター 稲森 祥子

 O1-4-2∙ ∙当院における破裂性腹部大動脈瘤の治療
NHO 東広島医療センター 江村 尚悟

 O1-4-3∙ ∙頸椎損傷にて生じた上縦郭の咽頭後間隙血種のために気管部気道狭窄を呈し
た症例

NHO 仙台医療センター 小谷 蒔生

 O1-4-4∙ ∙湘南病院前脳卒中スケール（SPSS）を用いた脳卒中疑い傷病者の病型解析
NHO 神奈川病院 齋藤 良一

 O1-4-5∙ ∙高度救命救急センターにおける院内トリアージの現状分析とアンダートリ
アージの要因

NHO 長崎医療センター 内野 佳樹

 O1-4-6∙ ∙看護師が実施するNPPVマスク装着時のベルト固定や留意点の現状を明ら
かにする

NHO 水戸医療センター 阿部 沙雪
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口演 5  ［ 生理検査 ］
11:30～12:30 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：米澤 理香 （NHO 大阪刀根山医療センター 生理学主任）

 O1-5-1∙ ∙経胸壁心エコー図検査にて適切に評価することができた大動脈弁置換術後の
1症例

NHO 九州医療センター 宮崎 明信

 O1-5-2∙ ∙僧帽弁-大動脈弁間線維性組織（Mitral-Aortic∙Intervalvular∙
fi∙brosa;MAIVF）に仮性瘤を認めた感染性心内膜炎の一症例

NHO 九州医療センター 松田 寛子

 O1-5-3∙ ∙COVID-19ワクチン関連心筋炎を疑った一例
NHO 大阪医療センター 小元 真生

 O1-5-4∙ ∙乳腺超音波検査の画像所見で粘液癌が疑われたが多形腺腫であった1例
NHO 四国がんセンター 真鍋 亜由美

 O1-5-5∙ ∙経食道心エコー図にて粘液腫と左心耳血栓を同時に認めた一症例
NHO 災害医療センター 飯田 あいみ

 O1-5-6∙ ∙popliteal∙venous∙aneurysmが誘因となった肺塞栓症の1症例
NHO 函館病院 横山 典子

口演 6  ［ リハビリテーション1　理学療法　心大血管疾患 ］
11:30～12:30 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：鈴木 裕二 （国立循環器病研究センター 循環器病リハビリテーション部副理学療法士長）

 O1-6-1∙ ∙心不全患者における心臓リハビリテーションの6段階ステージ分類とFIM
に関する検討

NHO 高崎総合医療センター 濱口 春妃

 O1-6-2∙ ∙CPX指標におけるRCP-ATtime（Isocapnic∙buff∙ering∙period）と各種指標
との関連について

NHO 愛媛医療センター 矢野 歩

 O1-6-3∙ ∙当院の心臓リハビリテーションの現状と課題について
NHO 神戸医療センター 寺田 幸司

 O1-6-4∙ ∙当院における心臓リハビリテーション外来の経過報告と今後の展望
NHO 埼玉病院 黒岩 明宙

 O1-6-5∙ ∙胸水貯留を伴う重症大動脈弁狭窄症の心不全増悪に対して和温療法が有効で
あった一症例

NHO 函館病院 池田 恵介

 O1-6-6∙ 演題取り下げ
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口演 7  ［ 神経･筋疾患1 ］
14:00～15:00 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：吉岡 勝 （NHO 仙台西多賀病院 脳神経内科）

 O1-7-1∙ ∙Duchenne型筋ジストロフィー患者における呼吸機能と呼吸ケアの状況調査
NHO 北海道医療センター 三浦 利彦

 O1-7-2∙ ∙リスジプラム投与後に効果を認めた重度機能障害を呈した脊髄性筋萎縮症2
型の成人例

NHO 仙台西多賀病院 片山 望

 O1-7-3∙ ∙セーフティーネット系病院における排尿ケアチームの効果と神経難病患者の
特徴

NHO 奈良医療センター 松岡 剛

 O1-7-4∙ ∙当院パーキンソン病患者における生活習慣病関連の使用薬剤に関する対照群
との比較調査

NHO 仙台西多賀病院 会津 裕子

 O1-7-5∙ ∙長期経腸栄養使用の筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者に生じた銅欠乏性貧血
に食品で銅付加を行った症例

NHO 南九州病院 草留 愛

 O1-7-6∙ ∙多施設医療機関における神経筋疾患患者の胃瘻造設の実態調査
国立精神・神経医療研究センター 花井 亜紀子

口演 8  ［ チーム医療　NST ］
14:00～15:00 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：山本 真弓 （NHO 大阪医療センター 栄養管理室主任）

 O1-8-1∙ ∙NST介入により、重症心身障害患者の栄養状態が奏功した一例
NHO 敦賀医療センター 廣中 美由紀

 O1-8-2∙ ∙重心病棟におけるNSTの取り組みへの薬剤師の関わり
NHO 兵庫あおの病院 川角 彩香

 O1-8-3∙ ∙栄養サポートチームが提案する栄養療法の実施を促す工夫
NHO 旭川医療センター 横浜 吏郎

 O1-8-4∙ ∙当院NSTでの抗利尿ホルモン不適切分泌症候群（SIADH）を考慮した低Na
血症対応について

NHO 姫路医療センター 橋本 将矢

 O1-8-5∙ ∙Refeeding症候群高リスク患者への早期介入
NHO 大阪医療センター 鈴木 翔太

 O1-8-6∙ ∙脳神経内科病棟における個別化された栄養サポートの体重減少予防効果
NHO さいがた医療センター 濱田 秋平
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口演 9  ［ 人材確保・育成1 ］
14:00～15:00 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：住田 尚子 （NHO 大阪医療センター 看護師長）

 O1-9-1∙ ∙看護師の人材確保と定着に向けた取り組み～ KJ法及び調査票から見るア
ピールポイントの探索～

NHO 東佐賀病院 古瀬 法子

 O1-9-2∙ ∙包括ケア病棟の入退院支援内容実施度の実際から考える看護師経験4年目以
上の看護師の傾向

NHO 東佐賀病院 城野 香穂

 O1-9-3∙ ∙看護部のリクルート活動につなげるためのホームページ活用調査
NHO 嬉野医療センター 本田 杏奈

 O1-9-4∙ ∙外来でのジョブローテーション導入における人材育成への効果
NHO 熊本再春医療センター 富田 玲奈

 O1-9-5∙ ∙リハビリテーションにおける接遇マナー「研修動画を作成して」
NHO 山形病院 滝野 雅文

 O1-9-6∙ ∙九州がんセンター薬剤部における2-5年目教育プログラム施行後の有用性評価
NHO 九州がんセンター 後藤 隆

口演 10  ［ 看護の質向上1 ］
14:00～15:00 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：宮井 美幸 （NHO 南和歌山医療センター 看護師長）

 O1-10-1∙ ∙重症患者におけるnational∙early∙warning∙score（NEWS）とICU再入室の
リスク因子の検討

NHO 熊本医療センター 前川 友成

 O1-10-2∙ ∙意識下手術を受ける患者の術中の体験
NHO 金沢医療センター 橋爪 こころ

 O1-10-3∙ ∙「当院におけるICUダイアリーの導入による有用性についての検討」について
NHO 大阪医療センター 宇土 美賀子

 O1-10-4∙ ∙混合病棟に勤務する看護師の終末期患者・家族に対する看護支援の充実に向
けて～看取りにおける患者・家族に対する看護支援の現状調査

NHO 渋川医療センター長谷川 あゆみ

 O1-10-5∙ ∙新設された緩和ケア病棟で働く看護師の不安の変化と組織化
NHO 長良医療センター 助実 杏奈

 O1-10-6∙ ∙病棟機能の変化への取り組み　コッターの変革プロセスを用いた効果につい
ての報告

NHO 信州上田医療センター 牧内 美和
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口演 11  ［ 検体検査 ］
14:00～15:00 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：齋藤 隆 （NHO 石川病院 臨床検査技師長）

 O1-11-1∙ ∙外来採血室の患者待ち時間短縮への取り組み
NHO 熊本医療センター 広瀬 亮介

 O1-11-2∙ ∙当センターにおけるペニシリン感性黄色ブドウ球菌のペニシリナーゼ陽性率
とMIC値の関連性

国立成育医療研究センター 城所 さつき

 O1-11-3∙ ∙微生物検査部門メーリングリスト導入と効果について
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 清水 真人

 O1-11-4∙ ∙FDP・Dダイマーの逆転現象が基準値境界付近でみられ、Dダイマーの偽高
値が疑われた一症例

NHO 敦賀医療センター 三嶋 寿佳

 O1-11-5∙ ∙クロスミキシングテストにて即時・遅延反応共に下凸を呈した後天性血友病
Aの一症例

NHO 大阪医療センター 松本 奈緒

 O1-11-6∙ ∙当院におけるダラツムマブ、イサツキシマブ投与患者への輸血検査と輸血対応
国立がん研究センター東病院 中村 李子

口演 12  ［ リハビリテーション2　理学療法　脳疾患・内科疾患 ］
14:00～15:00 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：西薗 博章 （NHO 南和歌山医療センター 理学療法士長）

 O1-12-1∙ ∙急性期脳出血患者に対する仮想現実技術を用いた体性認知協調療法の効果
～起立動作が改善した症例～

NHO 舞鶴医療センター 衣川 柊太朗

 O1-12-2∙ ∙脳外科病棟での早期理学療法介入における収益増加の取り組み-2021年脳
卒中ガイドラインに準じて-

国立国際医療研究センター国府台病院 渡久地 政志

 O1-12-3∙ ∙急性期脳梗塞入院患者特徴：∙2023年と2013年の比較
国立循環器病研究センター 太田 幸子

 O1-12-4∙ ∙右傍矢状洞髄膜腫再発に対する手術後,右補足運動野障害を生じた一症例
～低温熱可塑性樹脂製短下肢装具の使用経験～

NHO 南和歌山医療センター 大城 和樹

 O1-12-5∙ ∙SGLT2阻害薬の副作用により食欲低下および体重減少を来した症例に対し
多職種カンファレンスが有効であった一症例

NHO 埼玉病院 若月 建
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 O1-12-6∙ ∙糖尿病教育入院患者における筋量とインスリン分泌能の関連
NHO 長崎医療センター 東 隼

口演 13  ［ 神経･筋疾患2 ］
15:00～16:00 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：髙橋 俊明 （NHO 仙台西多賀病院 内科系診療部長）

 O1-13-1∙ ∙COVID-19ワクチン接種後に複視とふらつきを発症し抗MOG抗体陽性と
なった一例

NHO 埼玉病院 渡邉 夏実

 O1-13-2∙ ∙AAGI∙-拡張補完ジェスチャインタフェース-∙を用いた神経筋疾患患者の活
動の向上と社会実装

国立精神・神経医療研究センター 西田 大輔

 O1-13-3∙ ∙Xp21隣接遺伝子欠失症候群による女性のDuchenne型筋ジストロフィー
（DMD）,慢性肉芽腫症（CGDX）の稀な共存の成人例

NHO 大牟田病院 荒畑 創

 O1-13-4∙ ∙未破裂気管腕頭動脈瘻に対する胸骨U字状切除術
NHO 大阪刀根山医療センター 竹内 幸康

 O1-13-5∙ ∙日本人ジスフェルリン異常症のミスセンスバリアントの特徴
NHO 仙台西多賀病院 高橋 俊明

 O1-13-6∙ ∙心不全筋ジストロフィー患者に対するTRPV2阻害療法の多施設共同非盲検
単群試験

NHO 大阪刀根山医療センター 松村 剛

口演 14  ［ 働き方改革 ］
15:00～16:00 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：畝 佳子 （国立循環器病研究センター 薬剤部長）

 O1-14-1∙ ∙医師の働き方改革の先にある働きやすさと働きがいの創出
NHO 宮城病院 八巻 孝之

 O1-14-2∙ ∙Aセンター介護職・看護職の連携・協働における問題・課題の明確化
国立療養所菊池恵楓園 吉村 良子

 O1-14-3∙ ∙『業務時間の効率化を目指した取り組みの効果分析』
NHO 宇多野病院 塩谷 純朗

 O1-14-4∙ ∙時代のニーズに対応できる組織作り～心理的安全性のある職場改革への一助～
国立精神・神経医療研究センター 須賀 裕輔

 O1-14-5∙ ∙当院整形外科病棟における多職種を含めた業務効率化の取り組みについて
NHO 福山医療センター 上田 裕太
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第
１
日
目

 O1-14-6∙ ∙変形労働時間の導入による医師の働き方改革－急性期病院整形外科の事例－
NHO 霞ヶ浦医療センター 牧原 武史

口演 15  ［ 人材確保・育成2 ］
15:00～16:00 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：松井 秀夫 （NHO 近畿中央呼吸器センター 副院長）

 O1-15-1∙ ∙診療情報管理部門におけるキャリアラダーの構築
国立国際医療研究センター病院 高田 賀将

 O1-15-2∙ ∙国立病院機構における東京医療センター ICLSコースの意義
NHO 東京医療センター 太田 慧

 O1-15-3∙ ∙国立病院機構に勤務する主任保育士の業務構築及び役割と課題に関する報告
NHO 菊池病院 靏田 久美子

 O1-15-4∙ ∙医療情報の利活用促進に向けた人的基盤の整備に向けた取り組み
国立循環器病研究センター 政岡 祐輝

 O1-15-5∙ ∙医療観察法病棟のコメディカルスタッフによる事例検討会の取り組み
NHO 久里浜医療センター 北湯口 孝

 O1-15-6∙ ∙STAT画像所見報告体制構築に向けた中国四国放射線技師会の取り組み
NHO 福山医療センター 石井 郁也

口演 16  ［ 看護の質向上2 ］
15:00～16:00 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：西村 武彦 （NHO 千葉医療センター 看護部長）

 O1-16-1∙ ∙重症心身障害児（者）病棟独自の薬剤管理に関する業務改善の取り組みと成果
NHO 福岡病院 池田 奈央

 O1-16-2∙ ∙精神科急性期病棟に勤務する新卒看護師が抱える困難感
NHO 鳥取医療センター 山本 友視

 O1-16-3∙ ∙コロナ禍で臨地実習を制限された新人看護師を指導する教育担当看護師の気
がかり∙―新人育成支援の基礎的研究―

NHO 東埼玉病院 石井 恵巳

 O1-16-4∙ ∙A病棟の心理的安全性向上への取り組み－AI（アプリシエイティブ・インク
ワイアリー）を用いて

NHO 石川病院 上野 香織

 O1-16-5∙ ∙B病棟に緊急入院し過活動型せん妄を発症した75歳以上の脱水傾向に関す
る調査

NHO 災害医療センター 米田 優花
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第
１
日
目

 O1-16-6∙ ∙人工膝関節置換術後のターニケット直下の皮膚トラブル因子の明確化
NHO 甲府病院 蜷木 葉菜

口演 17  ［ 小児、成育医療 ］
15:00～16:00 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：清水 順也 （NHO 岡山医療センター 小児科部長）

 O1-17-1∙ ∙麻痺性イレウスが先行しショックをきたした後に川崎病と診断された一例
NHO 埼玉病院 佐藤 嶺衣

 O1-17-2∙ ∙当院における18歳未満でのECMO（膜型人工肺による呼吸循環補助）治療
の現況

NHO 四国こどもとおとなの医療センター 川人 智久

 O1-17-3∙ ∙NICUにおける症例報告から見える理学療法の目的と課題
NHO 舞鶴医療センター 山口 和美

 O1-17-4∙ ∙早産児の腹臥位ポジショニング技術習得に向けた見本動画と実践動画の併用
による効果

NHO 都城医療センター 小川 莉彩

 O1-17-5∙ ∙小児肥満教育入院（肥満教室）参加児における教室参加後の行動変容プロセ
スの解明

NHO まつもと医療センター 笠原 邑斗

 O1-17-6∙ ∙移行期医療における食事療法の支援について
NHO 北海道医療センター 村田 明子

口演 18  ［ リハビリテーション3　理学療法　神経筋疾患 ］
15:00～16:00 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：平岡 尚敬 （NHO 宇多野病院 リハビリテーション科理学療法士長）

 O1-18-1∙ ∙当院リハビリテーション科でのパーキンソン病に対する統一的理学療法評価
項目の作成にあたって

NHO 南京都病院 上野 雅弘

 O1-18-2∙ ∙パーキンソン病におけるPull∙testの定量化とバイオマーカーの信頼性
NHO 広島西医療センター 谷内 涼馬

 O1-18-3∙ ∙脊髄小脳変性症患者に対する短期集中リハビリテーション効果の一例
NHO 宇多野病院 新川 遼太郎

 O1-18-4∙ ∙機械による咳介助（MIE）の積極的な導入により経口摂取の機会獲得に至っ
た筋強直性ジストロフィー（DM）の一例

NHO 仙台西多賀病院 徳永 光煕
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第
１
日
目

 O1-18-5∙ ∙筋強直性ジストロフィー患者におけるHAL医療用下肢タイプを用いた歩行
運動処置の最適間隔の検討

NHO 仙台西多賀病院 長谷川 誉

 O1-18-6∙ ∙歩行困難な遺伝性痙性対麻痺患者に対しHAL®医療用下肢タイプを用いた理
学療法の一例

NHO 宇多野病院 山本 朋久

口演 19  ［ 看護管理1 ］
16:10～17:10 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：石川 涼太 （NHO 福山医療センター 看護師長）

 O1-19-1∙ ∙副看護師長が取り組む働きやすい環境つくり～看護師の心理的安全性につい
ての調査　第一報～

NHO 熊本南病院 中村 律子

 O1-19-2∙ ∙リフレクション能力向上への取り組み∙―副看護師長の自己開発能力向上を
目指して―

NHO 琉球病院 照屋 寛靖

 O1-19-3∙ ∙幹部看護師任用候補者が昇任を肯定的に捉えるための過程
NHO 金沢医療センター 藤田 恵子

 O1-19-4∙ ∙国立ハンセン病療養所におけるキャリアラダー運用課題と取り組み
国立療養所長島愛生園 土居 明美

 O1-19-5∙ ∙キャリアアップ支援プログラムの開発に向けたニーズ評価～子育てを行う看
護師の現状と課題～

NHO 渋川医療センター 篠原 裕美子

 O1-19-6∙ ∙A病院における看護師のワーク・エンゲイジメントと職務満足に関する研究
－ワーク・エンゲイジメントの向上にむけて－

NHO 指宿医療センター 池水 寛子

口演 20  ［ 医療の質と情報管理 ］
16:10～17:10 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：手島 伸 （NHO 仙台医療センター 外科部長）

 O1-20-1∙ ∙電子カルテ文書登録の診療情報管理室の介入による取り組み
NHO 熊本医療センター 高橋 綾子

 O1-20-2∙ ∙手術前IC記録の質的監査の取り組み
NHO 福山医療センター 峯松 佑典
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第
１
日
目

 O1-20-3∙ ∙全国がん登録のケースファインディングにおける医療DX　―登録精度の向
上と効率化―

NHO 姫路医療センター 平岡 紀代美

 O1-20-4∙ ∙身体拘束の四点柵低減に向けた看護必要度B項目「寝返り」データの活用
NHO 埼玉病院 永田 修

 O1-20-5∙ ∙内部監査を活用した日常管理指標改善の取り組み
NHO 仙台医療センター 手島 伸

 O1-20-6∙ ∙ハイリスク薬使用患者に対する薬剤管理指導率向上に向けた取り組み
NHO 東近江総合医療センター 荒川 宗徳

口演 21  ［ 医療安全1 ］
16:10～17:10 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：竹内 幸康 （NHO 大阪刀根山医療センター 呼吸器外科部長／副院長）

 O1-21-1∙ ∙安心安全な特定行為実践～院内初の特定行為看護師、特定行為研修指導者と
しての活動を振り返る～

NHO 函館病院 野館 陽

 O1-21-2∙ ∙地震発生時、看護師の対応力を高めるための取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 大塚 冴子

 O1-21-3∙ ∙生体情報モニタ管理における安全文化醸成の向上へ「鉄は熱いうちに打て」
NHO 豊橋医療センター 中島 直哉

 O1-21-4∙ ∙人工呼吸器回路外れの再発防止に向けたPDCAサイクルを活用した取り組み
NHO 八戸病院 齋藤 美穂子

 O1-21-5∙ ∙当院における院内迅速対応チーム活動についての報告
NHO 東京医療センター 宮腰 龍弥

 O1-21-6∙ ∙急変対応シミュレーション学習における自信向上への介入　学習モチベー
ション評価（ARCS評価）を用いて検証

NHO 都城医療センター 山菅 詠子

口演 22  ［ 薬剤関連1 ］
16:10～17:10 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：服部 雄司 （NHO 東近江総合医療センター 薬剤部長）

 O1-22-1∙ ∙電子処方箋導入に向けた薬剤部の取り組みと実際
NHO 東京病院 吉田 幹宜

 O1-22-2∙ ∙バイオ後続品使用体制加算の取得に向けた取り組み
NHO 京都医療センター 小原 直紘
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第
１
日
目

 O1-22-3∙ ∙本部業務報告による自施設の状況把握と、後発品使用数量割合改善に向けた
取り組み

NHO まつもと医療センター 小沼 大祐

 O1-22-4∙ ∙当院における期限切れ医薬品の廃棄金額減少に向けた取り組み
NHO 東佐賀病院 今田 美里

 O1-22-5∙ ∙一包化錠剤仕分装置導入による経済効果
NHO 兵庫中央病院 遠藤 森理

 O1-22-6∙ ∙薬剤師の診療報酬査定対策へのアプローチ
NHO 静岡てんかん・神経医療センター 内野 達宏

口演 23  ［ 循環器疾患　不整脈 ］
16:10～17:10 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：谷本 耕司郎 （NHO 東京医療センター 循環器内科科長）

 O1-23-1∙ ∙心房細動に対する新しいカテーテルアブレーション法：パルスフィールドア
ブレーションの本邦初症例の経験

NHO 大阪医療センター 大崎 慧

 O1-23-2∙ ∙心房細動による急性下肢虚血に頻脈誘発性心筋症を合併した一例
NHO 横浜医療センター 松見 信之介

 O1-23-3∙ ∙リードレスペースメーカ植え込み患者の在院日数に関する検討
NHO 相模原病院 岡島 裕一

 O1-23-4∙ ∙WPW症候群に心房細動を合併した一例
NHO 嬉野医療センター 川下 由靖

 O1-23-5∙ ∙多彩な症状を呈した膠原病性肺動脈性肺高血圧の治療経過
NHO 盛岡医療センター 高橋 信

 O1-23-6∙ ∙ニンテダニブの開始後に急速に肺高血圧症が進行した肺気腫合併肺線維症の
症例

NHO 霞ヶ浦医療センター 丸山 秀和

口演 24  ［ リハビリテーション4　理学療法　救命治療・集中治療 ］
16:10～17:10 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：森 将貴 （NHO 京都医療センター リハビリテーション科理学療法士長）

 O1-24-1∙ ∙人工呼吸器管理された重症患者における高度救命救急センター退室時のICU
獲得性筋力低下と握力の関係

NHO 長崎医療センター／長崎大学大学院 吉永 龍史

 O1-24-2∙ ∙ICU-AW予防のため早期歩行を開始した症例
NHO 京都医療センター 桑野 祐衣
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第
１
日
目

 O1-24-3∙ ∙長期ICU在室となったが多職種連携でICU-AWの予防に奏功した症例
NHO 京都医療センター 西澤 奎太

 O1-24-4∙ ∙Platypnea∙orthodeoxia∙syndromeが疑われた重症肺炎患者の理学療法の
経験

NHO 霞ヶ浦医療センター 斉藤 雅哉

 O1-24-5∙ ∙集中治療室における人工呼吸器患者のリハビリテーションDoseと退院時歩
行自立との関連：多施設前向視研究

NHO 別府医療センター 広田 美江

 O1-24-6∙ ∙当院救命救急センターに入院した救急科患者の入院関連機能低下の調査
NHO 北海道医療センター 吉川 友洋

口演 25  ［ 呼吸器疾患1 ］
17:20～18:10 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：河村 哲治 （NHO 姫路医療センター 院長）

 O1-25-1∙ ∙中枢神経障害を来したANCA関連血管炎の2例
NHO 盛岡医療センター 高原 政利

 O1-25-2∙ ∙間質性肺炎に対する吸入酸素濃度調整機能付呼吸同調器レギュレータを使用
した6分間歩行試験は低酸素血症に影響を与えるか

NHO 関門医療センター／ NHO 山口宇部医療センター 石光 雄太

 O1-25-3∙ ∙特発性肺線維症の予後因子としての血清IgAの意義～末梢血単球、血清
PDGFとの関連～

NHO 近畿中央呼吸器センター 新井 徹

 O1-25-4∙ ∙喘息患者における咳嗽症状と耳道の関連について
NHO 災害医療センター 上村 光弘

 O1-25-5∙ ∙呼吸器疾患症例の肺酸素化能に関する生理学的機序の検討
NHO 茨城東病院 川崎 竹哉

口演 26  ［ メンタルヘルス ］
17:30～18:10 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：安尾 利彦 （NHO 大阪医療センター 主任心理療法士）

 O1-26-1∙ ∙当院における休職者に対する職場復帰支援への取り組みについて
NHO 長崎病院 吉田 和朗

 O1-26-2∙ ∙「めぐみの部屋」活動報告～看護職員が自分らしく就業を継続できる職場環
境を目指して～

NHO 長崎医療センター 斉藤 昌子
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第
１
日
目

 O1-26-3∙ ∙職員のメンタルヘルス不調と産業医活動［当院の現況と課題］
NHO 旭川医療センター 横浜 吏郎

 O1-26-4∙ ∙虐待防止セルフチェックシートと心理的安全性に関するアンケート結果報告
NHO いわき病院 田嶋 郷

口演 27  ［ 医療情報システム ］
17:30～18:10 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：間島 行則 （NHO 大阪医療センター 医療情報部室長）

 O1-27-1∙ ∙文書システムのシステム更新におけるデータ損失の問題点
国立循環器病研究センター 上田 郁奈代

 O1-27-2∙ ∙患者のニーズに合わせたICTの活用と入退院支援センターの業務の効率化∙
―スマートフォンのLINE機能を活用した情報提供―

NHO 東京医療センター 浅子 久美子

 O1-27-3∙ ∙病院情報システムのデータを活用した診療記録の量的点検について
NHO 名古屋医療センター 石田 知里

 O1-27-4∙ ∙退院時サマリ完成率の向上・維持に向けた督促業務の変化
国立循環器病研究センター 真弓 奈都美

口演 28  ［ 看護管理2 ］
17:10～18:10 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：木村 麻紀 （NHO 東京病院 副看護部長）

 O1-28-1∙ ∙中堅看護師が副看護師長に期待する承認行為―フォーカスグループインタ
ビューを通して―

NHO 帯広病院 三浦 直也

 O1-28-2∙ ∙看護職員の職務満足度向上のために副看護師長としてできること
NHO 西埼玉中央病院 武田 由美

 O1-28-3∙ ∙排尿ケアにおけるスタッフのアセスメント能力向上のための看護管理者の取
り組み

NHO 西埼玉中央病院 武田 由美

 O1-28-4∙ ∙NHO県内における看護管理者の施設間人事交流研修を実施して
NHO 九州医療センター 筒井 三記子

 O1-28-5∙ ∙「関係の質」向上のための取り組み～看護管理者の意識・行動変容に着目し
て～

NHO 九州医療センター 高山 有美子

 O1-28-6∙ ∙看護師長の育成　～ CREATE評価から見える課題～
国立駿河療養所 坪井 奈巳
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口演 29  ［ 医療の質とチーム医療 ］
17:10～18:10 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：清水 里夏子 （NHO 浜田医療センター 看護師長）

 O1-29-1∙ ∙術後疼痛管理チームにおける診療看護師の役割
NHO まつもと医療センター 島田 知子

 O1-29-2∙ ∙心不全パンデミック襲来に向けた循環器部門の取り組み　～多職種連携と人
材育成～

NHO まつもと医療センター 松岡 大悟

 O1-29-3∙ ∙当院外来看護の質向上に向けた倫理的感性を磨く取り組みの報告
国立国際医療研究センター病院 落合 智子

 O1-29-4∙ ∙NHOが担う役割～大阪医療センターでの外来血友病リハビリテーションに
対する取り組み～

NHO 大阪医療センター 岡崎 将人

 O1-29-5∙ ∙入院前カンファレンスを活用した食道癌患者への退院支援
NHO 九州がんセンター 安心院 遥那

 O1-29-6∙ ∙わたしたちが現状維持する理由
NHO 下総精神医療センター 中川 喜久美

口演 30  ［ 医療安全2 ］
17:10～18:10 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：浅井 真由美 （NHO 京都医療センター看護師長）

 O1-30-1∙ 演題取り下げ

 O1-30-2∙ ∙インシデント事例分析から考えた当院の病理診断報告書未読対策
NHO 北海道医療センター 中島 真奈美

 O1-30-3∙ ∙当院の臨床検査科における医療安全に対する取り組み
NHO 相模原病院 品田 祐希

 O1-30-4∙ ∙患者誤認を防止する～指差し声出し・フルネーム確認の徹底～
NHO 九州医療センター 石松 鈴香

 O1-30-5∙ ∙調剤におけるヒヤリハット事例の分析と調剤過誤防止に向けた取り組み
国立精神・神経医療研究センター 坂本 美咲

 O1-30-6∙ ∙経管栄養の作成環境の改善と手順を遵守した業務改善による経管栄養注入関
連インシデントの減少

NHO 下志津病院 宮鍋 美紀
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口演 31  ［ 薬剤関連2 ］
17:10～18:10 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：井上 敦介 （NHO 和歌山病院 薬剤部長）

 O1-31-1∙ ∙重心病棟における薬剤師の関わり〈病棟薬剤業務を実施して〉
NHO 兵庫あおの病院 門野 恵莉

 O1-31-2∙ ∙パーキンソン病エクササイズ入院での貼付剤教室開設とその評価
NHO とくしま医療センター西病院 冨士 里紗

 O1-31-3∙ ∙南京都病院における「呼吸器疾患と神経難病のための呼吸ケアセンター」へ
の薬剤師の参画

NHO 南京都病院 土井 さおり

 O1-31-4∙ ∙心不全病病地域連携パスの運用における薬剤師としての取り組み
NHO 高崎総合医療センター 笹原 捺未

 O1-31-5∙ ∙エプコリタマブによるCRS対策フローチャートの作成と運用について
NHO 北海道がんセンター 木村 雄太

 O1-31-6∙ ∙肝予備能低下とアンピシリン/スルバクタム誘発性肝障害の発現リスクに関
する検討

NHO 三重中央医療センター 大井 勇秀

口演 32  ［ 循環器疾患　心不全 ］
17:10～18:10 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：泉 知里 （国立循環器病研究センター 心不全・移植部門長）

 O1-32-1∙ ∙Mechanical∙Circulatory∙Support（MCS）を用いて救命した劇症型心筋炎
の2例

NHO 埼玉病院 津波古 貴也

 O1-32-2∙ ∙左室肥大を有する左室収縮性の障害された心不全として標準的な薬物療法を
開始し心機能の改善が得られた1例

NHO 広島西医療センター 藤原 仁

 O1-32-3∙ ∙心不全と下肢虚血に対する治療が相互作用的に奏功した一例
NHO 東広島医療センター 波多間 茉子

 O1-32-4∙ ∙HFpEF患者と非HFpEF患者における退院時の身体機能及びADLに関する
検討

NHO 高崎総合医療センター 田中 志歩

 O1-32-5∙ ∙心不全診療の取り組みについて
NHO まつもと医療センター 野池 航季
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 O1-32-6∙ ∙心不全患者における基本的緩和ケアのアドバンス・ケア・プランニング
（ACP）導入の試み

NHO 長崎医療センター／長崎大学大学院 吉永 龍史

口演 33  ［ リハビリテーション5　作業療法　運動器疾患・脳疾患 ］
17:10～18:10 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：峯 哲也 （NHO 京都医療センター 作業療法士長）

 O1-33-1∙ ∙全皮質性脳炎により重篤な高次脳機能障害を呈した症例に難渋した作業療法
経験

NHO 京都医療センター 廣尾 千晴

 O1-33-2∙ ∙前頭葉症状により上肢の随意性が著しく低下した症例に対する急性期作業療法
NHO 京都医療センター 佐藤 龍人

 O1-33-3∙ ∙脳卒中患者における精神面を中心とした関わりについて
NHO 鹿児島医療センター 松下 智宏

 O1-33-4∙ ∙鏡視下腱板断裂修復術前の疼痛に対する破局的思考と術後機能，遷延性術後
痛との関連性

NHO 高知病院 吉村 大輔

 O1-33-5∙ ∙肩腱板断裂患者における術前ADLの障害像と影響する肩関節機能について
NHO 高知病院 吉村 大輔

 O1-33-6∙ ∙関節リウマチ患者の生活実態調査と関連する因子の検討
NHO 相模原病院 鶴見 暁子

口演 34  ［ 患者サービス ］
17:20～18:10 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：村上 浩之 （NHO 奈良医療センター 事務部長）

 O1-34-1∙ ∙ろうあ者（聴覚障害者）に対応した手話での診療～手話外来における1000
件の診療経験から～

NHO 山形病院 朽木 秀雄

 O1-34-2∙ ∙大腿骨近位部骨折術後患者の早期離床への取り組み
NHO 佐賀病院 馬場 智子

 O1-34-3∙ ∙A病院における医療サービスの質向上に向けた取り組み　～動画を活用して～
NHO 岡山医療センター 黒原 かおり

 O1-34-4∙ ∙ちょっとした幸せ届け隊～お産セット・分娩キットの内容の見直し
NHO 岡山医療センター 筒井 円香

 O1-34-5∙ ∙医療接遇に対する外来看護職員の意識変化～小集団活動を通しての取り組み～
NHO 福山医療センター 重政 真衣
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口演 35  ［ 支持療法・緩和医療 ］
17:20～18:10 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：白木 照夫 （NHO 岩国医療センター 内科部長）

 O1-35-1∙ ∙がんと心の地域連携はがん難民を救う！－胃がんにうつを伴った1症例－
NHO 金沢医療センター 小室 龍太郎

 O1-35-2∙ ∙精神科医が緩和ケアチーム専従医師として提供する緩和ケア　―ケーススタ
ディ―

NHO 北海道がんセンター 松山 哲晃

 O1-35-3∙ ∙緩和ケア病棟開設に伴う放射線治療部門の取り組み
NHO 長良医療センター 清水 俊宏

 O1-35-4∙ ∙薬学実習生を対象とした多施設共同オンライン緩和医療教育に関する評価
NHO 福山医療センター 藤田 憲一

 O1-35-5∙ ∙オピオイド自己管理への取り組み　―医療安全と運用の簡便さのバランスを
模索する―

NHO 大阪医療センター 相木 佐代

若手医師フォーラム［ポスター］
11:00～11:56 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大林 正人 （NHO 災害医療センター 第一外来部長・教育部長・医長）
吉田 守美子 （NHO 四国こどもとおとなの医療センター 臨床研究部長）

 W-1∙ ∙Intracerebral∙hemorrhage∙in∙a∙thrombocytopenic∙patient∙after∙
treatment∙of∙nontuberculous∙mycobacterial∙pulmonary∙disease

NHO 広島西医療センター 保崎 泰人

 W-2∙ ∙A∙case∙of∙metastatic∙liver∙cancer∙with∙atypical∙imaging∙fi∙ndings∙and∙
clinical∙course

NHO 福山医療センター 加藤 雄也

 W-3∙ ∙A∙case∙report∙of∙diaphragmatic∙hernia∙that∙could∙be∙repaired∙by∙
endoscopy

NHO 旭川医療センター 西海 大樹

 W-4∙ ∙The∙effi∙∙cacy∙of∙A∙diagnostic∙system∙for∙pancreatic∙adenocarcinoma∙
diagnosed∙with∙under∙10∙mm∙in∙our∙hospital

NHO 金沢医療センター 酒井 椋平

 W-5∙ ∙A∙case∙of∙Takotsubo∙cardiomyopathy∙complicated∙by∙acute∙
exacerbation∙of∙COPD

NHO 大阪医療センター 羽白 亮
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 W-6∙ ∙A∙Multidisciplinary∙Collaboration∙Model∙to∙Provide∙Bio-Psycho-
Social∙Support∙for∙Mothers∙and∙Newborns∙Facing∙Challenges

NHO 東京医療センター 面 美来

 W-7∙ ∙A∙case∙of∙small∙intestinal∙metastasis∙of∙malignant∙pleural∙
mesothelioma∙diagnosed∙by∙surgery

NHO 岩国医療センター 堀口 裕紀

 W-8∙ ∙Effi∙∙cacy∙and∙safety∙of∙durvalumab∙combined∙with∙gemcitabine∙and∙
cisplatin∙in∙patients∙with∙advanced∙biliary∙tract∙cancer

NHO 高崎総合医療センター 小林 倫太郎

ポスター 1  ［ 体外循環 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：白川 憲之 （NHO 四国こどもとおとなの医療センター 医療機器管理センター臨床工学技士長）

 P1-1-1∙ ∙Selective∙PEの導入を経験して
NHO 京都医療センター 長屋 祐太郎

 P1-1-2∙ ∙当院の透析急変時における初期対応戦略
NHO 別府医療センター 矢野 元基

 P1-1-3∙ ∙術中エンドトキシン吸着療法（PMX）を安全に施行した1例
NHO 仙台医療センター 佐藤 榛名

 P1-1-4∙ ∙レオカーナ治療における初期血流量の違いが血圧変化に与える影響
NHO 呉医療センター 半田 宏樹

 P1-1-5∙ ∙浸透圧分析装置の精度管理方法の見直し
NHO 関門医療センター 長野 真唯

 P1-1-6∙ ∙当院の腹水濾過濃縮再静注法の現状
NHO 信州上田医療センター 高野 一誉

 P1-1-7∙ ∙ヘパリンコート及びポリマーコート体外循環回路における補体第3、第4成
分推移の比較

NHO 呉医療センター 岩崎 光流

ポスター 2  ［ システム・材料 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：美馬 信夫 （NHO 大阪南医療センター 事務部長）

 P1-2-1∙ ∙診療材料費削減の取り組みについて
NHO 大分医療センター 伊東 敦嗣

 P1-2-2∙ ∙SPD契約更新時の診療材料費削減の一例
NHO 東京医療センター 青山 壮大
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 P1-2-3∙ 演題取り下げ

 P1-2-4∙ ∙救急医療管理加算「その他の重症な状態」50％以下への取り組み
国立循環器病研究センター 枝 由季

 P1-2-5∙ ∙救急医療管理加算算定向上によって生じた病院経営への影響力
NHO 栃木医療センター 高橋 邦明

 P1-2-6∙ ∙標準バーコードを利用した物品管理の構築に向けて
NHO 東尾張病院 松井 一樹

 P1-2-7∙ ∙次期電子カルテへ向けたコストカットの取り組み
NHO 別府医療センター 三浦 佑典

ポスター 3  ［ 地域連携・地域包括ケア1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岡﨑 周平 （NHO 大阪医療センター 脳神経内科科長）

 P1-3-1∙ ∙地域連携栄養相談の取り組みについて
NHO 舞鶴医療センター 松本 楓子

 P1-3-2∙ ∙地域連携で行うCOPD合併肺癌患者の周術期包括的リハビリテーションに
ついて（第2報）

NHO 東広島医療センター 西村 真希

 P1-3-3∙ ∙柳井医療圏域のタクシー会社に勤務する乗務員を対象とした認知症等の認識
度調査

NHO 柳井医療センター 藤本 雅子

 P1-3-4∙ ∙非侵襲的陽圧換気療法を導入する認知症患者家族への効果的な退院支援
NHO 近畿中央呼吸器センター 赤井 愛美

 P1-3-5∙ 演題取り下げ

 P1-3-6∙ ∙認知症地域医療連携によるレカネマブ治療連携パスの構築とレカネマブ専門
外来の設置

NHO 信州上田医療センター 江澤 直樹

 P1-3-7∙ ∙新規認知症治療薬の導入に伴う地域医療連携体制の再構築の検討
NHO 横浜医療センター 上木 英人

ポ
ス
タ
ー

69第78回国立病院総合医学会

45



第
１
日
目

ポスター 4  ［ 重症心身障害　看護領域1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：北川 弓 （NHO 富山病院 看護師長）

 P1-4-1∙ ∙重症心身障害児病棟におけるセル看護を基本とした受け持ち制度導入について
NHO 茨城東病院 上野 愛子

 P1-4-2∙ ∙重症心身障害者病棟における看護方式の再考∙～受け持ち看護師主体の看護
実践の効果～

NHO 兵庫中央病院 飯沼 忍

 P1-4-3∙ ∙重症心身障害児（者）病棟に勤務する看護師に必要とされる能力
NHO 新潟病院 松井 瑞帆

 P1-4-4∙ ∙重症心身障がい者看護における身体合併症の早期発見につながる気づき-5
年以上の看護師からのインタビュー -

NHO 琉球病院 宮平 光

 P1-4-5∙ ∙重症心身障害児（者）病棟で働く中堅看護師の語りが後輩看護師に及ぼす効果
NHO 南九州病院 柿木 美穂

 P1-4-6∙ ∙A病院においての重症心身障がい児（者）看護のリフレクションの取り組み
～重心看護を語る会を開催して～

NHO あわら病院 林 祐樹

 P1-4-7∙ ∙重症心身障害児者病棟における看護観を語るカンファレンスを実施して
NHO 鈴鹿病院 平岡 淳子

 P1-4-8∙ ∙高齢重症心身障がい者の生活支援方法に悩む療養生活支援メンバーへの介入　
「Jonsenの臨床倫理4分割表」を用いて

NHO 北陸病院 辻 めぐみ

ポスター 5  ［ 看護管理1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：橋本 恵 （NHO 舞鶴医療センター 副看護部長）

 P1-5-1∙ ∙緩和ケア病棟におけるCOVID-19患者の受け入れに向けた病棟整備
NHO 南和歌山医療センター 宮本 彩子

 P1-5-2∙ ∙クラスターが発生した病棟の看護師が看護師長に求める支援
NHO 鹿児島医療センター 中本 恵

 P1-5-3∙ ∙病棟看護師長による組織管理を意識した病床管理
NHO 栃木医療センター 上栫 奈央子

 P1-5-4∙ ∙看護管理マニュアルの必要項目の検討
NHO 下志津病院 稲本 結美
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 P1-5-5∙ ∙慢性期病院における特定行為研修修了後の体制整備の取り組み
NHO 函館病院 谷口 由恵

 P1-5-6∙ ∙「倫理に基づいた看護実践が出来る組織づくり」～倫理的問題解決に向けて
の看護部長としての役割～

NHO あわら病院 田中 孝浩

 P1-5-7∙ ∙看護管理者を対象とした院内教育の課題と在り方－CREATE（看護管理者能
力開発プログラム）改訂前後の教育テーマを比較して－

NHO 柳井医療センター 田邊 富江

 P1-5-8∙ ∙看護管理者に求められる能力を意識した経営改善の取り組み
NHO 長崎病院 稲田 律子

ポスター 6  ［ 看護技術1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：橋爪 裕子 （NHO 弘前総合医療センター 看護師長）

 P1-6-1∙ ∙総合周産期母子医療センターにおけるアクティブバースへの取り組み
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 山野 知里

 P1-6-2∙ ∙MFICU入院後、早期産に至った母親に複数回バースレビューを行う効果
NHO 岡山医療センター 宮本 優里

 P1-6-3∙ ∙婦人科開腹手術を受ける患者のかける不安について～入院時から退院時の変
化～

NHO 仙台医療センター 菊地 菜々子

 P1-6-4∙ ∙婦人科開腹手術後患者におけるガム咀嚼がもたらすイレウス予防への影響
NHO 四国がんセンター 大野 聖莉奈

 P1-6-5∙ ∙術後乳がん患者への手術後退院指導について～乳がん患者へのパンフレット
を用いた退院指導に対する患者の意見～

NHO 佐賀病院 山内 成美

 P1-6-6∙ ∙青年期を病院で過ごした患児に対する発達段階を踏まえた関わり～一人暮ら
しに向けた支援を通して～

NHO 大阪刀根山医療センター 山代 佳代

 P1-6-7∙ ∙重症心身障がい者の排尿促進への取り組み　～ベッド上臥床と車椅子乗車で
の排尿量の変化を検討～

NHO 奈良医療センター 喜多 麻子

 P1-6-8∙ ∙重症心身障がい児（者）病棟に入院となった筋ジストロフィー患者への関わり
NHO とくしま医療センター東病院 中村 由美
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ポスター 7  ［ 人材育成1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：井澤 典子 （国立循環器病研究センター 看護師長）

 P1-7-1∙ ∙循環器系病棟における急変対応についての看護師の不安軽減を目指した取り
組み

NHO 函館病院 直江 珠美

 P1-7-2∙ ∙心臓カテーテル介助チェックリストの改訂を試みて
NHO 函館病院 小柳 理恵子

 P1-7-3∙ ∙乳がん患者の自壊創ケアで看護師が何を観察しているのかを明らかにする～
ケアの標準化に向けて～

NHO 九州がんセンター 片江 美南子

 P1-7-4∙ ∙回復期リハビリテーション病棟の退院支援におけるスタッフ育成の課題
NHO 東名古屋病院 日比野 淳

 P1-7-5∙ ∙短期入院における乳幼児の内服援助に対する意識調査～小児科病棟看護師の
認識の統一に向けて～

NHO 小倉医療センター 川口 祐奈

 P1-7-6∙ ∙精神科病棟の看護師のMSE（Mental∙Status∙Examination）活用の現状と課題
NHO やまと精神医療センター 落合 しのぶ

 P1-7-7∙ ∙救命救急センターにおける医療電子記録を活用した多職種連携の取り組み-∙
効果的なABCDEF∙Bundle実装を目指して∙-

NHO 長崎医療センター 百枝 裕太郎

 P1-7-8∙ ∙当施設における二重特異性抗体によるCRS,∙ICANSへの早期対応を目指した
チーム医療の取り組み

NHO 北海道がんセンター 石橋 ひなた

ポスター 8  ［ 看護師の特定行為関連1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：福元 隆史 （NHO 大阪南医療センター 看護師長）

 P1-8-1∙ ∙精神科病院における看護師特定行為研修修了者の活動
NHO 琉球病院 宮城 大河

 P1-8-2∙ ∙皮膚・排泄ケア認定看護師による特定行為実践の現状報告と課題
NHO 村山医療センター 小泉 亜理沙

 P1-8-3∙ ∙特定行為研修修了者による抗菌薬適正使用支援（AS）活動の取り組み
NHO 肥前精神医療センター 橋口 美樹
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 P1-8-4∙ ∙胸骨正中切開後の手術部感染に対して局所陰圧閉鎖療法を用いた特定行為の
実践報告

NHO 近畿中央呼吸器センター 大村 直香

 P1-8-5∙ ∙PICCのカテーテル先端位置異常により抜去困難および静脈炎をきたした一例
NHO 呉医療センター 国島 正義

 P1-8-6∙ ∙特定行為実践症例数からの考察
NHO 函館病院 菅原 茉依

 P1-8-7∙ ∙医師と協働の特定行為症例検討会の取り組み
NHO 福岡東医療センター 遠藤 綾香

 P1-8-8∙ ∙入退院支援センターにおける診療看護師の活動報告
NHO 東京医療センター 田村 浩美

ポスター 9  ［ 臨床判断能力向上 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：宮下 和覧 （NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 専任教員）

 P1-9-1∙ ∙臨床判断能力向上に向けての授業実践
NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校 沢口 夏季

 P1-9-2∙ ∙基礎看護学実習1と臨床判断能力～事前学習での気づく力の育成～
NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校 池田 洋美

 P1-9-3∙ ∙「気づく」「解釈」の理解を深めることに焦点を置いた授業案の検討
NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校 金田 瞳

 P1-9-4∙ ∙看護学生の臨床判断能力育成を目的とした客観的臨床能力試験（OSCE）に
よる効果

NHO 舞鶴医療センター附属看護学校 山口 綾

 P1-9-5∙ ∙臨床判断の基礎的能力育成をめざしたシミュレーション演習　―低位前方切
除術後の初回歩行場面での実施の成果―

NHO 愛媛医療センター附属看護学校 井上 千香

 P1-9-6∙ ∙臨床判断能力の育成につなげる気づきを促す基礎看護技術演習の検討～洗髪
のシミュレーション演習～

NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校 大窪 友加里

 P1-9-7∙ ∙看護学生が臨地実習において看護実践上の臨床判断を行うプロセス（第1報）
NHO 別府医療センター附属看護学校 大道 真理

 P1-9-8∙ ∙〔実践報告〕臨床判断を磨く！小児看護学シミュレーション演習
NHO 愛媛医療センター附属看護学校 戒能 正美
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ポスター 10  ［ 働き方改革　薬剤領域 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：畝 佳子 （国立循環器病研究センター 薬剤部長）

 P1-10-1∙ ∙関信地区国立病院における薬剤部科対象のタスク・シフト/シェアの調査
NHO 横浜医療センター 池滝 晶子

 P1-10-2∙ ∙当院薬剤部における薬剤助手導入時のcpKPIを用いた薬剤師業務への効果
検証

NHO 舞鶴医療センター 宮部 貴識

 P1-10-3∙ ∙医薬品在庫管理システムを活用した薬務業務のシステム化とタスクシフトへ
向けた取り組み

NHO 舞鶴医療センター 山口 志郎

 P1-10-4∙ ∙対人業務拡大に向けた当院の取り組みについて
NHO 奈良医療センター 別府 博仁

 P1-10-5∙ ∙医薬品SPD導入による薬剤師業務のタスク・シフティングの効果の検証
NHO 仙台医療センター 鈴木 克之

 P1-10-6∙ ∙横浜医療センターにおける発注業務方法の変更とその効果についての検討
NHO 横浜医療センター 青山 大樹

 P1-10-7∙ ∙勤務線表変更による薬剤業務への影響について
NHO 佐賀病院 甲斐 達夫

 P1-10-8∙ ∙国立病院機構横浜医療センターにおける術前休薬確認業務の人的資源視点か
ら見た費用対効果の検討

NHO 横浜医療センター 関口 華乃

ポスター 11  ［ 臨床応用 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：竹松 茂樹 （NHO 姫路医療センター 副薬剤部長）

 P1-11-1∙ ∙骨・カルシウム代謝注射薬の適正使用に関する調査
NHO 九州医療センター 鶴山 萌子

 P1-11-2∙ ∙FLS開始による二次骨折予防薬の動向調査
NHO 敦賀医療センター 高橋 弘季

 P1-11-3∙ ∙当院における統合失調症患者の退院時服薬アドヒアランスが再入院に及ぼす
影響について

NHO やまと精神医療センター 今本 京大

 P1-11-4∙ ∙パリペリドンパルミチン酸エステルの適正使用に関する調査
NHO 肥前精神医療センター 岡 辰也
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 P1-11-5∙ ∙術後疼痛管理チーム加算算定患者における術後抗精神病薬使用と術後オピオ
イド持続静注、硬膜外鎮痛の関連性の検討

NHO 静岡医療センター 稲垣 雄一

 P1-11-6∙ ∙COVID-19患者におけるヘパリンカルシウムを用いた予防的抗凝固療法と
活性化部分トロンボプラスチン時間（APTT）延長に関する調査

NHO 長崎医療センター 永田 健太郎

 P1-11-7∙ ∙不眠症治療薬の服用が転倒・転落に及ぼす影響の検討
NHO 都城医療センター 澤田 一輝

 P1-11-8∙ ∙FDA副作用データベース（FAERS）に基づく薬剤関連顎骨壊死の特徴と当院
で経験した肺癌患者の9例

NHO 神奈川病院／明治薬科大学 鳥海 真也

ポスター 12  ［ 医療安全　薬剤領域 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：木村 麻子 （NHO 兵庫中央病院 薬剤部長）

 P1-12-1∙ ∙全自動PTPシート払出装置による医療安全への貢献
NHO 大阪刀根山医療センター 佐々木 健将

 P1-12-2∙ ∙プレアボイド報告増加に向けた薬剤部の取り組みによる医薬品適正使用の推進
NHO 京都医療センター 鬼木 彩乃

 P1-12-3∙ ∙がん薬物療法を受けている外来患者の救急外来受診に関する実態調査
NHO 豊橋医療センター 深津 美緒

 P1-12-4∙ ∙B型肝炎再活性化対策における医師へのアンケート調査
NHO 指宿医療センター 梅本 啓史

 P1-12-5∙ ∙デジタルツールを活用したHBVスクリーニング：薬剤師主導の臨床成果
NHO 大阪医療センター 中橋 麻友

 P1-12-6∙ ∙薬剤師による処方修正に関するプロトコルに基づいた薬物治療管理が医師業
務負担軽減および医薬品の安全使用に与える効果に関する検討

国立循環器病研究センター 大西 由華

 P1-12-7∙ ∙宇多野病院での整形外科手術後の血圧管理における薬剤師の取り組み
NHO 宇多野病院 徳島 乾造

 P1-12-8∙ ∙不眠時指示推奨プロトコル運用と効果検証
NHO 静岡医療センター 近藤 恵尚
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ポスター 13  ［ リハビリテーション1　理学療法　神経筋疾患1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：林田 佳一 （NHO 大阪刀根山医療センター 副理学療法士長）

 P1-13-1∙ ∙パーキンソン病のDBS手術前後におけるリハビリテーション科での評価に
ついて～各療法士別評価表作成への取り組み～

NHO 奈良医療センター 中井 智仁

 P1-13-2∙ ∙皮質下出血後、既往のパーキンソン病と変形性膝関節症により治療に難渋し
た一例

NHO 奈良医療センター 耳塚 栞菜

 P1-13-3∙ ∙パーキンソン病の姿勢改善に向けた視覚的フィードバック強化の検討
NHO 宇多野病院 吉坂 凜

 P1-13-4∙ ∙すくみ足の改善により歩行時の不安感が軽減したパーキンソン病の一症例
‐ トイレまでの歩行に着目して ‐

NHO 鳥取医療センター 村中 絢音

 P1-13-5∙ ∙パーキンソン病に対する重心動揺計を用いた立位姿勢の評価～単純課題と二
重課題における姿勢保持戦略の違い～

NHO 徳島病院 篠原 竜太

 P1-13-6∙ ∙パーキンソン病関連疾患に対するHAL®腰タイプ自立支援用を用いた訓練
効果

NHO 松江医療センター 西川 準

 P1-13-7∙ ∙気管切開下陽圧人工呼吸装着下で、装着型サイボーグHybrid∙Assistive∙
Limbを使用し歩行治療を実施したAChR陽性のALSの1例

NHO いわき病院 秋山 新

 P1-13-8∙ ∙進行性神経筋疾患におけるHALトレーニングの長期効果と介入時期による
検討

NHO 沖縄病院 福滿 俊和

ポスター 14  ［ ソーシャルワーク1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：萬谷 和広 （NHO 大阪南医療センター 医療福祉相談室長）

 P1-14-1∙ ∙アピアランスケアに関する意識調査
NHO 北海道がんセンター 金澤 友紀

 P1-14-2∙ ∙認知症疾患医療センターに患者家族から寄せられた相談内容の現状と今後の
課題

国立精神・神経医療研究センター 小灘 登志子

 P1-14-3∙ ∙がんの治療と就労の両立支援のための体制整備に向けた取り組み
NHO 大阪南医療センター 川口 美度理
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 P1-14-4∙ ∙緩和ケア病棟におけるMSWとしての役割―症例を通した考察－
NHO 長良医療センター 早矢仕 翔太

 P1-14-5∙ ∙医療的ケアがある子どもの県外転居を支援した事例の報告
NHO 医王病院 瀬尾 美咲

 P1-14-6∙ ∙末期がん患者の退院支援の一事例　～本人の希望を叶えたい家族への精神的
支援～

NHO 盛岡医療センター 中村 恵

 P1-14-7∙ ∙急性期病院で職歴のない中途入職のソーシャルワーカー（SW）が職場適応し
やすい環境についての一考察

国立国際医療研究センター病院 相島 桃子

 P1-14-8∙ ∙ソーシャルワーカーの業務改善を行うことの意義について
国立国際医療研究センター病院 丸山 佳

ポスター 15  ［ 医療の質と精神的支援 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：菊地 春恵 （国立療養所東北新生園 看護師長）

 P1-15-1∙ ∙外来でのACP導入における現状
NHO 奈良医療センター 日根 悦子

 P1-15-2∙ ∙ハンセン病療養所の看取り期におけるAセンター看護師の経験
国立療養所沖縄愛楽園 具志堅 貢

 P1-15-3∙ ∙ハンセン病療養所で多様に機能する病棟の課題とその解決
国立療養所長島愛生園 大深 皓生

 P1-15-4∙ ∙ハンセン病療養所の再入所者が求める生活支援
国立療養所沖縄愛楽園 比嘉 奈々

 P1-15-5∙ ∙さいがた医療センターにおける児童思春期精神科臨床の取り組み～多職種・
多機関連携で資源不足をカバーする～

NHO さいがた医療センター 樋掛 尚文

 P1-15-6∙ ∙精神障害にも対応した地域包括ケアシステム時代を見据えた精神科作業療法
～重複障害にも対応可能な多様性のある支援～

国立精神・神経医療研究センター 浪久 悠

 P1-15-7∙ ∙神経・筋疾患病棟におけるICT支援の多職種連携の取り組み～アクセシビリ
ティ機能の理解～

NHO 南九州病院 村山 孔野

 P1-15-8∙ ∙ALS患者とのコミュニケーション向上の為の質的研究～意思疎通困難時に看
護師の抱える精神的負担の軽減に向けてのアプローチ～

NHO 柳井医療センター 石光 渡 ポ
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ポスター 16  ［ 医療安全1　転倒・転落 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：德丸 陽香 （NHO 大阪医療センター 看護師長）

 P1-16-1∙ ∙ハンセン病入所者の特性に応じた転倒・転落アセスメントスコアシートの改良
国立療養所松丘保養園 今 寛子

 P1-16-2∙ ∙多職種で協働した転倒・転落予防の取り組み
NHO 九州がんセンター 米井 美香

 P1-16-3∙ ∙A病院における転倒・転落インシデントの現状分析　～転倒転落対策マニュ
アルの改訂に向けた検証～

NHO 函館病院 後藤 奈緒美

 P1-16-4∙ ∙転倒予防における安全な環境整備のための多職種ウォーキングカンファレン
スの取り組み

NHO 大分医療センター 小坂 利保

 P1-16-5∙ ∙目指せ！転倒・転落ゼロ！
NHO 九州医療センター 藤井 美紗子

 P1-16-6∙ ∙転倒・転落を減らすための当院の取り組み
NHO 佐賀病院 西村 仁志

 P1-16-7∙ ∙がん専門病院のA病棟における転倒転落予防に対する取り組み
国立がん研究センター東病院 逸見 佐恵

 P1-16-8∙ ∙当院における転倒転落予防対策委員会の活動について
NHO 姫路医療センター 山本 誠

ポスター 17  ［ 医療安全2　放射線・モニター 1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：倉元 芳枝 （NHO 神戸医療センター 医療安全管理係長 看護師長）

 P1-17-1∙ ∙放射線部門におけるSafety-IIを導入した医療安全への取り組み
NHO まつもと医療センター 堀内 雄太

 P1-17-2∙ ∙当院放射線科における患者間違い防止の取り組み
NHO 函館病院 坂田 章悟

 P1-17-3∙ ∙医療分野における放射線取扱主任者の役割；放射線診療を受けた患者と関わ
る医療従事者の被ばく線量をグラフツールで視覚的に見える化

NHO 相模原病院 平井 隆昌

 P1-17-4∙ ∙放射線部内でのインシデント報告を活用した医療安全への取り組み
NHO 災害医療センター 小泉 俊太郎

 P1-17-5∙ ∙放射線科撮影部門におけるインシデント報告件数削減に向けた取り組み
NHO 京都医療センター 中谷 明央
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 P1-17-6∙ ∙当院における放射線検査外来の実施報告と今後の展望　―放射線検査説明外
来における患者の質問とその対応から―

国立がん研究センター中央病院 名越 晃子

 P1-17-7∙ ∙当院における放射線検査外来の実施報告と今後の展望　―検査被ばく説明の
質問分析から

国立がん研究センター中央病院 釋迦堂 充

 P1-17-8∙ ∙放射線診療下における急変に対する意識調査
NHO 神戸医療センター 宮本 阿弓

ポスター 18  ［ 感染対策・感染管理1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大槻 登季子 （NHO 近畿中央呼吸器センター 副看護師長 感染管理認定看護師）

 P1-18-1∙ ∙同一病室で繰り返すCOVID19クラスター発生状況の検証～気流・換気状
況の改善に向けて～

NHO 東近江総合医療センター 東出 美香

 P1-18-2∙ ∙新型コロナウイルス感染症が同一部署で27名に院内伝播した事例から見え
た課題

NHO 西新潟中央病院 加藤 留美

 P1-18-3∙ ∙新型コロナウイルス感染症の入院時スクリーニング検査での無症状陽性者の
検討

国立長寿医療研究センター 藤崎 浩太郎

 P1-18-4∙ ∙急性期一般病院におけるCOVID ‐ 19入院受入れ病棟が直面した問題点の
解析～感染流行期第3 ～ 8波に焦点を当てて～

NHO 米子医療センター 荻 幹

 P1-18-5∙ ∙A病院の新型コロナウイルス感染症関連データは市中の流行状況把握の目安
となるか―保健所定点報告数との比較による検証―

NHO 函館病院 栗山 陽子

 P1-18-6∙ ∙透析室におけるCOVID-19感染対策の取り組み
NHO 熊本医療センター 城川 莉奈

 P1-18-7∙ ∙南京都病院によるインターネットでのCOVID-19関連情報発信
NHO 南京都病院 竹内 啓喜

 P1-18-8∙ ∙5類移行後のCOVID-19と季節性インフルエンザによる隔離患者の認知機
能変化

国立長寿医療研究センター 北川 雄一
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ポスター 19  ［ 神経･筋疾患1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：南山 誠 （NHO 鈴鹿病院 脳神経内科／副院長）

 P1-19-1∙ ∙レカネマブを見据えたアルツハイマー病の包括的診断-トランスレーショナ
ル認知症学-（静岡方式）

NHO 静岡てんかん・神経医療センター／浜松医科大学 寺田 達弘

 P1-19-2∙ ∙早期Alzheimer病患者への多職種連携によるLecanemab導入時の対策と
投与後経過の検討

NHO 南京都病院 山本 兼司

 P1-19-3∙ ∙慢性頭痛外来開設後の患者の特徴
NHO 大牟田病院 渡邉 暁博

 P1-19-4∙ ∙馬尾症候群を契機に診断された仙骨原発悪性リンパ腫の一例
NHO 広島西医療センター 藤田 洵也

 P1-19-5∙ ∙味覚調整デバイスを用いた慢性期神経筋疾患患者4例の味覚変化の検討
NHO 鈴鹿病院 野田 成哉

 P1-19-6∙ ∙骨粗鬆症合併長期臥床症例における当院でのロモソズマブの使用経験
NHO あわら病院 桐場 千代

 P1-19-7∙ ∙神経筋慢性期病棟入院患者の合併症としての急性膵炎
NHO 南岡山医療センター 坂井 研一

 P1-19-8∙ ∙ラットアルドステロン全身投与モデルにおける網膜血流及び網膜神経節細胞
数の検討　緑内障病態解明のための新たな動物モデルの可能性

NHO 金沢医療センター 和田 康史

ポスター 20  ［ 栄養指導 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：高塚 真理 （NHO 渋川医療センター 栄養管理室）

 P1-20-1∙ 演題取り下げ

 P1-20-2∙ ∙石川県心不全地域連携パスにおける管理栄養士の取り組みと今後の課題
NHO 金沢医療センター 宍倉 慶憲

 P1-20-3∙ ∙高齢入所者の健康づくりのための新たなアプローチ～体操教室と栄養教室の
コラボレーション　第2報～

国立療養所栗生楽泉園 生和 良の

 P1-20-4∙ ∙Personal∙Health∙Record（PHR）を活用した栄養指導が有効であった若年1
型糖尿病の一例

NHO 兵庫中央病院 川口 諒也
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 P1-20-5∙ ∙糖尿病性腎症患者の身体組成の比較からみえた栄養指導の課題
NHO 金沢医療センター 鈴木 望愛

 P1-20-6∙ ∙糖尿病患者の家族形態の違いにおける栄養指導の糖尿病改善効果への影響に
ついて

NHO 弘前総合医療センター 渡邊 佳奈

 P1-20-7∙ ∙PES報告を用いた栄養指導記録活用の実態調査
NHO 佐賀病院 石橋 聡

 P1-20-8∙ ∙精神科外来患者における生活習慣・食習慣の体型への影響
NHO 榊原病院 丹野 由梨

ポスター 21  ［ 肝胆膵疾患 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：安部 智之 （NHO 東広島医療センター 消化器外科医長）

 P1-21-1∙ ∙A型肝炎ウイルス感染と関連した伝染性単核球症様症候群（Infectious∙
Mononucleosis-like∙syndrome）の一例

NHO 岡山医療センター 小若 未来登

 P1-21-2∙ ∙IVCを圧排する巨大肝嚢胞に対して硬化療法を施行した1例
NHO 相模原病院 井上 登士郎

 P1-21-3∙ ∙肝細胞癌におけるデュルバルマブ+トレメリムマブ併用療法のimAE発現状況
NHO 熊本医療センター 田代 早紀

 P1-21-4∙ ∙同時性両葉多発肝転移を伴う大腸癌に対しTwo∙stage∙hepatectomyを施
行した1例

NHO 関門医療センター 坂本 和彦

 P1-21-5∙ ∙脈絡膜悪性黒色腫の遅発性肝転移再発に対して肝切除術を施行した2例
NHO 名古屋医療センター 横山 由依

 P1-21-6∙ ∙噴門側胃切除術後（double∙tract再建）の総胆管結石に対して大腸用スライ
ディングチューブを併用しEST/結石除去を施行した一例

NHO 嬉野医療センター 深水 一磨

 P1-21-7∙ ∙膵胃吻合の貫入膵断端出血に対してgel∙immersion∙endoscopyで止血を
得た1例

NHO 名古屋医療センター 梅村 卓磨

 P1-21-8∙ ∙術前診断で漿液性嚢胞腫瘍との鑑別が困難であった成人発症膵芽腫の1例
NHO 名古屋医療センター 印牧 弘貴
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ポスター 22  ［ 呼吸器疾患1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：南 誠剛 （NHO 大阪医療センター 呼吸器内科科長）

 P1-22-1∙ ∙当院における80歳以上の肺癌患者に対する治療方針の検討
NHO 弘前総合医療センター 田中 佳人

 P1-22-2∙ ∙CBDCA,∙nab-PTX,∙pembrolizumab併用化学療法が奏功し,∙手術療法を施
行できた肺扁平上皮癌の1例

NHO 高知病院 岡野 義夫

 P1-22-3∙ ∙集学的治療により長期生存を得ている肺の混合型大細胞神経内分泌癌および
腺癌の一例

NHO 大牟田病院 出水 みいる

 P1-22-4∙ ∙胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1切除例
NHO 沖縄病院 饒平名 知史

 P1-22-5∙ ∙気胸を契機に発見された肺嚢胞壁に発生した扁平上皮癌の1例
NHO 函館病院 野田 翔平

 P1-22-6∙ ∙当院における71歳以上の進展型小細胞肺がん患者に対するカルボプラチン
+エトポシド+アテゾリズマブ療法の後方視的検討

NHO 浜田医療センター 河角 敬太

 P1-22-7∙ ∙ICI治療した胸部悪性腫瘍重複癌の4例
NHO 嬉野医療センター 柿原 野里花

 P1-22-8∙ ∙肺癌術後再発予測における原発巣SUVmax値の有用性：機械学習と統計解
析による多角的検証

NHO 近畿中央呼吸器センター 小島 健介

ポスター 23  ［ 救急治療・集中治療1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中島 強 （NHO 南和歌山医療センター 救命救急科医長）

 P1-23-1∙ ∙ハードサインを認め、緊急手術を行った頸部刺創の1例ハードサインを認め、
緊急手術を行った頸部刺創の1例

NHO 嬉野医療センター 香川 拓美

 P1-23-2∙ ∙刃物による頭部穿通性外傷の1例
NHO 北海道医療センター 今林 悠大

 P1-23-3∙ ∙墜落外傷により髄液耳漏となった1例
NHO 北海道医療センター 川口 昌祐

 P1-23-4∙ ∙眼内レンズ縫着術後の縫合糸感染により感染性眼内炎を生じた1例
NHO 埼玉病院 北村 謙太
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 P1-23-5∙ ∙CT検査にて診断がついた腹痛の3例
NHO 霞ヶ浦医療センター 栗原 宏

 P1-23-6∙ ∙下膵十二指腸仮性動脈瘤破裂と腹腔動脈幹解離を同時に認めた一例
NHO 嬉野医療センター 松田 和子

 P1-23-7∙ ∙熱中症に伴う熱傷により大腿切断に至った1例
NHO 長崎医療センター 日吉 尚

 P1-23-8∙ ∙同日に集中して発生したイノシシ咬創の2例
NHO 長崎医療センター 西園 馨子

ポスター 24  ［ 意思決定支援1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渡邊 佐恵美 （国立国際医療研究センター病院 看護師長）

 P1-24-1∙ ∙ハンセン病療養所における認知症のある人に対する入浴場面での意思決定支
援の実態

国立療養所星塚敬愛園 久永 恵子

 P1-24-2∙ ∙治療を全面拒否する対象者への関わり
NHO 榊原病院 佐野 悠生

 P1-24-3∙ ∙「終活への支援」本人と家族にとっての最善を目指して
NHO 姫路医療センター 笹倉 綾子

 P1-24-4∙ ∙ターミナル期にある患者の意思決定支援の実際～セデーションを受ける患者
の看護に焦点をあてて～

NHO 高知病院 近藤 美弥子

 P1-24-5∙ ∙入院患者の人生最期に関する話し合いの経験について　～患者プロファイル
の入力内容から～

NHO 神戸医療センター 山口 直美

 P1-24-6∙ ∙エンディングノートを使った効果と問題点に関する文献検討
国立長寿医療研究センター 臼田 真菜

 P1-24-7∙ ∙患者理解の深化と意思決定支援の学び～急性骨髄性白血病患者のデスカン
ファレンスを通して～

NHO 京都医療センター 秀島 侑里花

 P1-24-8∙ ∙地域住民のアドバンス・ケア・プランニングに関する意識調査
NHO 舞鶴医療センター 小谷 由美

 P1-24-9∙ ∙ICUにおける振り返り倫理カンファレンスの実践
NHO 豊橋医療センター 川畑 早衣子
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ポスター 25  ［ MRI 基礎・応用/臨床 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：守重 圭悟 （NHO 福山医療センター 放射線診断科）

 P1-25-1∙ ∙Fast∙Dixon法を用いた脂肪抑制法の基礎検討
国立国際医療研究センター病院 篠ケ瀬 知

 P1-25-2∙ ∙Smart∙Speed∙Pro∙Body（Philips）を用いたMRCP検査の最適化
NHO 弘前病院 中島 翼

 P1-25-3∙ ∙自由呼吸下腹部MRI検査における上肢ポジショニングによるアーチファク
ト低減の検討

NHO 熊本医療センター 木山 量平

 P1-25-4∙ ∙FLAIR画像との融合画像に対応するArterial∙Spin∙Labeling（ASL）撮像条件
の検討

NHO 福岡東医療センター 筒井 昭詔

 P1-25-5∙ ∙Arterial∙Spin∙Labeling（ASL）法におけるラベリングの条件が画像に与える
影響の検討

NHO 福岡東医療センター 坂井 文哉

 P1-25-6∙ ∙健常ボランティアにおける心筋T2∙mappingのT2値の再現性に関わる前向
き研究

NHO 静岡医療センター 尾藤 瑳紀

 P1-25-7∙ ∙心臓∙MRI∙トレーニングの効果と断面設定法の違いが及ぼす影響による検査
時間短縮効果の検証

NHO 大阪南医療センター 永井 康宏

 P1-25-8∙ ∙SyMRI∙NEUROの使用経験
NHO 医王病院 坂田 貴紀

 P1-25-9∙ ∙CS-SENSEとSmartSpeedのdenoisingがSNRへ及ぼす影響
NHO 名古屋医療センター 片田 実里

ポスター 26  ［ 検体検査1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：森内 貴子 （NHO 東近江総合医療センター 細菌血清主任）

 P1-26-1∙ ∙妊婦のGBSスクリーニング検査に選択増菌培地を導入したことによる検出
率の推移

NHO 四国こどもとおとなの医療センター 林 由里香

 P1-26-2∙ ∙当院における胆汁培養分離菌に関する後方視的検討
NHO 別府医療センター 後藤 彰公ポ
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 P1-26-3∙ ∙夜間サブカルチャーの検討
NHO 九州医療センター 利光 彩加

 P1-26-4∙ ∙ヘリコバクター・ピロリ感染症の診断における核酸増幅法の臨床的有用性
NHO 大牟田病院 池田 哲治

 P1-26-5∙ ∙次世代シーケンサーを用いた新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）のゲノム
解析検査

NHO 大阪医療センター 勝間 亜沙子

 P1-26-6∙ ∙新興感染症（COVID-19）発生からの当院での呼吸器感染症検査の動向と今
後の対策について

NHO 金沢医療センター 細川 菜津子

 P1-26-7∙ ∙当院で経験した日本紅斑熱の一例
NHO 豊橋医療センター 近藤 杏香

 P1-26-8∙ ∙耳漏からCandida∙allociferriiが分離された1例
NHO 千葉医療センター 小泉 達也

 P1-26-9∙ ∙Streptococcus dysgalactiae∙subsp.∙equisimilis（SDSE）による敗血症か
ら心原性ショックに至った一例

NHO 医王病院 安本 由佳

ポスター 27  ［ 人材確保・育成1 ］
11:00～11:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：藤田 宏美 （NHO 大阪刀根山医療センター 看護師長）

 P1-27-1∙ ∙看護師長による人材育成の取り組み∙―コンピテンシー・モデルを活用して―
NHO 沖縄病院 平良 恵

 P1-27-2∙ ∙中途採用看護師が組織に適応するための看護部の課題～支援プログラムの構
築に向けて～

NHO 大阪南医療センター 金子 幸代

 P1-27-3∙ ∙新人看護師が抗がん剤を安心・安全に投与するための指導について～抗がん
剤投与自立支援ツールの作成と運用を試みて～

NHO まつもと医療センター 白鳥 志保

 P1-27-4∙ ∙副看護師長の育成とは　―インタビューから見えてきたこと―
NHO 琉球病院 湧川 傑

 P1-27-5∙ ∙身体領域から精神領域へ分野を超えた異動を経験して～戸惑いとそこから見
えたこと～

国立精神・神経医療研究センター病院 白川 美玖

 P1-27-6∙ ∙臨地実習に携わる看護師の役割遂行の実態と関連要因
NHO 嬉野医療センター 秋永 紗希 ポ
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 P1-27-7∙ ∙先輩看護師と後輩看護師の指導・助言に関する思いと相互理解の重要性につ
いて

NHO 奈良医療センター 前嶋 泉

 P1-27-8∙ ∙当院における看護師と看護補助者の協働の推進に向けた現状調査
NHO 大阪医療センター 木村 まゆみ

 P1-27-9∙ ∙周手術期患者に対する看護師の栄養管理への意識の向上と行動の変化
NHO 山口宇部医療センター 隈元 遼佑

ポスター 28  ［ リハビリテーション2　理学療法　運動器疾患1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：関口 健一 （NHO 三重中央医療センター 理学療法士長）

 P1-28-1∙ ∙下肢筋力の非対称性が患者立脚型評価および運動機能に与える影響-人工膝
関節全置換術施行患者（TKA）による検討-

NHO 西埼玉中央病院 月岡 亮

 P1-28-2∙ ∙多発外傷後の膝関節屈曲制限難治例～左膝関節上方組織に注目して徒手的操
作を行い、膝関節屈曲可動域に改善が見られた一例～

NHO 呉医療センター 西岡 孝浩

 P1-28-3∙ ∙人工膝関節置換術後の膝伸展制限に対し膝窩筋の機能改善が奏功した一症例
NHO 豊橋医療センター 中村 海

 P1-28-4∙ ∙人工股関節全置換術後における立位活動性と外来リハビリ継続の関連性
NHO 福山医療センター 小原 一真

 P1-28-5∙ ∙非麻痺肢に変形性膝関節症を有する右片麻痺患者に対し介入早期から対称的
な立位姿勢の獲得を目指した一症例

NHO 浜田医療センター 伊藤 裕太

 P1-28-6∙ ∙当院の慢性疼痛診療おける「いきいきリハビリノート」の活用とPTの役割
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 藤井 孝充

ポスター 29  ［ 災害医療・DMAT・DPAT1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渋沢 崇行 （NHO 熊本医療センター 救命救急センター長）

 P1-29-1∙ ∙令和6年度能登半島地震52日後のJMAT調整支部における調整業務を経験
して～県DMAT資格をとって半年以内での出動を通して～

NHO 福岡東医療センター 伊集院 万人

 P1-29-2∙ ∙能登半島地震でのDMAT活動で垣間見えた災害時における診療放射線技師
の支援に関する問題点

NHO 四国こどもとおとなの医療センター 西田 寛規
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 P1-29-3∙ ∙令和6年能登半島地震における医療班活動を経験して～被災者と医療班をつ
なぐ役割の大切さを感じて～

NHO 岡山医療センター 奥家 弓美子

 P1-29-4∙ ∙令和6年能登半島地震でのDMAT本部活動～高齢者福祉施設のリエゾン活
動を経験して～

NHO 岡山医療センター 唐川 雅生

 P1-29-5∙ ∙避難所運営における活動内容と今後の課題～ DMAT隊員としての知識を活
かして～

NHO 金沢医療センター 桑田 佳明

 P1-29-6∙ ∙能登半島地震での医療班活動の安全管理に関する考察
NHO 南和歌山医療センター 長井 稔

 P1-29-7∙ ∙自衛隊機CH-47による広域医療搬送の課題と対策
NHO 仙台医療センター 川副 友

ポスター 30  ［ 医療の質　事務管理領域1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小西 宏一 （NHO 東近江総合医療センター 企画課長）

 P1-30-1∙ ∙クリニカルパス日数変更による平均在院日数短縮の検証結果
NHO 呉医療センター 石井 里絵

 P1-30-2∙ ∙手術室における再製造単回使用医療機器（R-SUD）導入の現状と効果
NHO 災害医療センター 吉田 弘毅

 P1-30-3∙ ∙DPCコーディング精度確認の結果について
NHO 横浜医療センター 高久 弥生

 P1-30-4∙ ∙肺癌を対象にしたICD-11に基づく組織型中心の新たな包括分類に関する研究
NHO 名古屋医療センター 横井 美加

 P1-30-5∙ ∙当院におけるDPC機能評価係数II向上への取組み
NHO 豊橋医療センター 中澤 佳功

 P1-30-6∙ ∙算定漏れ防止に向けたワーキング活動について
NHO 宇多野病院 堀井 竜也

 P1-30-7∙ ∙重症度・医療看護必要度　事務職員としての取り組み
NHO 舞鶴医療センター 村岡 伯将
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ポスター 31  ［ 医療安全3　服薬・嚥下1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：川端 成佐 （NHO 南京都病院 看護師長 医療安全管理係長）

 P1-31-1∙ ∙中小病院に有益な抗がん剤調製遠隔監査システムの構築と成果
NHO 敦賀医療センター 藤原 純平

 P1-31-2∙ ∙内服チェック表運用による効果と病棟看護師の意識変化
NHO 医王病院 酒谷 麻梨菜

 P1-31-3∙ ∙国立病院機構宇都宮病院医薬品情報管理室における医療安全管理部門と連携
した医薬品適正使用のための取り組み

NHO 宇都宮病院 篠原 桃子

 P1-31-4∙ ∙調剤過誤防止に対する計数調剤支援システム導入の有用性
国立国際医療研究センター病院 新妻 麗華

 P1-31-5∙ ∙舞鶴医療センター薬剤部におけるインシデント防止の取り組み
NHO 舞鶴医療センター 原 伸好

 P1-31-6∙ ∙A病院におけるがん薬物療法関連インシデントについての分析
NHO 姫路医療センター 山本 佳奈

 P1-31-7∙ ∙障害者病棟における、内服薬配薬ケースセット廃止の取り組み
NHO あわら病院 細坪 美貴

ポスター 32  ［ 医療安全4　放射線・モニター 2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：坪井 陽子 （NHO 姫路医療センタ－ 医療安全管理係長）

 P1-32-1∙ ∙コミュニケーションツールを活用した放射線科の取組み
NHO とくしま医療センター西病院 山本 邦彦

 P1-32-2∙ ∙循環器用X線血管撮影装置更新に伴う患者被ばく線量低減のための考察
NHO 東京医療センター 服部 亮

 P1-32-3∙ ∙長期療養人工呼吸器使用患者の人工呼吸器関連のインシデント報告を臨床工
学技士が行う有用性　第二報

NHO 下志津病院 下地 啓太

 P1-32-4∙ ∙SpO2プローブの固定を追加したことによる、テクニカルアラームの減少効果
NHO 仙台医療センター 及川 鈴

 P1-32-5∙ ∙流量異常の事例からみる輸液ポンプの安全使用に関する考察
NHO 旭川医療センター 本手 賢

 P1-32-6∙ ∙A病院の一般病棟におけるバイタルサインモニターのアラーム対応に関する
現状と課題

NHO 愛媛医療センター 高岡 佐奈美
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 P1-32-7∙ ∙鈴鹿病院　脳神経内科病棟におけるナースコール、アラーム鳴動の現状につ
いて

NHO 鈴鹿病院 南山 誠

ポスター 33  ［ 感染対策・感染管理2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：峰岸 三惠 （NHO 大阪南医療センター 副看護師長 感染管理認定看護師）

 P1-33-1∙ ∙中心静脈カテーテル挿入中患者の血液培養陽性例の増加により介入強化した
血流感染対策の取り組み

NHO 仙台医療センター 深瀬 真由美

 P1-33-2∙ ∙中心静脈カテーテル関連血流感染予防に対するICU看護師の管理の現状と
課題

NHO 姫路医療センター 野崎 さつき

 P1-33-3∙ ∙中心静脈カテーテル挿入患者のドレッシング管理に向けた取り組み
NHO 岡山医療センター 石田 由加

 P1-33-4∙ ∙整形外科病棟におけるSSI（Surgical∙Site∙Infection：手術部位感染）低減へ
の取り組み～看護師による日々の口腔ケアの実施～

NHO 東京医療センター 清水 敦子

 P1-33-5∙ ∙手術室外回り時における手指衛生遵守向上の取り組み
NHO 岡山医療センター 近藤 沙紀

 P1-33-6∙ ∙HCUにおける手指衛生徹底に対する取り組み～手指消毒剤使用量の増加を
目指して～

NHO 姫路医療センター 林 有美

 P1-33-7∙ ∙背景が類似した2施設における手荒れの現状調査1―現状から手荒れ対策の
検討―

NHO 三重病院 鈴 美里

ポスター 34  ［ メンタルヘルス ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：上迫 澄世 （NHO 南京都病院 小児科）

 P1-34-1∙ ∙精神急性期病棟で働く看護師が日々の業務に抱くストレスとコーピングや対
処方法とは

NHO やまと精神医療センター 塩田 佳代

 P1-34-2∙ ∙自分のレジリエンスの傾向を知り、心の回復力を養おう！
NHO 大阪医療センター 矢野 美紀 ポ
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 P1-34-3∙ ∙A病院における中堅看護師のストレスの実態調査
NHO 神戸医療センター 宮里 ひなの

 P1-34-4∙ ∙CCUにおける看護師の心理的安全性についての研究
NHO 大阪医療センター 尾崎 友香

 P1-34-5∙ ∙病棟看護師が抱えるリリーフ対応への思い
NHO 小倉医療センター 岸上 裕生

 P1-34-6∙ ∙NHOの医療施設における産業保健活動の現況について　－数回の調査結果
から見えるものー　by国立病院機構産業保健活動ネットワーク

NHO 長崎病院 吉田 和朗

 P1-34-7∙ ∙日本の医学生が病棟実習で遭遇するセクシャルハラスメントの実態調査
NHO 仙台医療センター 鈴木 森香

ポスター 35  ［ 地域連携・地域包括ケア2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：本田 富得 （NHO 神戸医療センター 薬剤部長）

 P1-35-1∙ ∙公開研修を通じた地域とのつながりづくり　ONE∙FOR∙ALL,ALL∙FOR∙ONE
NHO とくしま医療センター東病院 佐々木 祐二

 P1-35-2∙ ∙病棟看護師に対する看護サマリーに関するアンケート調査　～求められる情
報と実際の記載内容の比較～

NHO まつもと医療センター 櫻井 美里

 P1-35-3∙ ∙地域ケアと病院の間をつなぐ地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション
病棟のケアの質向上に向けた取組－ケアの質評価指標の開発－

国立長寿医療研究センター病院 後藤 友子

 P1-35-4∙ ∙地域と病院を繋ぐ入退院支援業務∙「DENEN∙Project」の取り組み
NHO 東京医療センター 林 美野里

 P1-35-5∙ ∙当院における連携充実加算の取り組みと地域薬剤師会を介した保険薬局に対
するトレーシングレポートの実態調査について

NHO 災害医療センター 村上 明男

 P1-35-6∙ ∙院外処方せんにおける疑義照会簡素化プロトコル導入後の評価
NHO 紫香楽病院 西村 幾美

 P1-35-7∙ ∙入院中薬学ケアにより副作用を軽減した症例について薬剤管理サマリーを用
いた病院－薬局間の連携が患者満足度向上につながった一例

NHO 鹿児島医療センター 佐多 菜穂子
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ポスター 36  ［ 人材育成2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：深田 里美 （NHO 鳥取医療センター 教育担当看護師長）

 P1-36-1∙ ∙副看護師長対象∙看護研究実践能力・指導能力の分析～ルーブリック自己評
価票を用いた現状把握と教育プランの提案までの道のり～

NHO 大阪南医療センター 川島 聖子

 P1-36-2∙ ∙副看護師長の関わりがもたらしたOJTの変化～「ポジティブフィードバッ
ク」を取り入れて～

NHO 大阪南医療センター 辻岡 舞衣子

 P1-36-3∙ ∙各部署急変シミュレーション研修開催に対して開催部署の副看護師長が抱い
ている困難感

NHO 三重中央医療センター 伊富 静佳

 P1-36-4∙ ∙教育担当者のOff∙-JTとOJTの連動に向けた取り組み∙―フォローシート活用
の効果と課題―

NHO 肥前精神医療センター 中山 アツ子

 P1-36-5∙ ∙A病棟看護師の社会人基礎力調査を試みて
国立循環器病研究センター 堀川 萌

 P1-36-6∙ ∙A病院におけるナーシングオリエンテーリング研修会の活動報告と今後の課
題∙～シミュレーション教育を取り入れて～

NHO 京都医療センター 落合 恵

 P1-36-7∙ ∙一般病棟に勤務する看護師がICLSプロバイダーを取得する意義
NHO 東京医療センター 金井 恵美

 P1-36-8∙ ∙ストーマラダー受講者の教育的効果について～ラダー 4、プロフェッショナ
ル受講者に焦点をあてて～

NHO 横浜医療センター 牧野 麻希子

ポスター 37  ［ 看護方式・心理的安全性 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：時鳥 智美 （NHO 熊本医療センター 看護師長）

 P1-37-1∙ ∙モジュール方式導入が看護師のストレスに及ぼす影響～ A病院脳神経内科
病棟での検証～

NHO 福島病院 佐藤 涼

 P1-37-2∙ ∙固定チーム・デイパートナー方式導入前後でのインシデント発生要因の変化
と今度の課題

NHO 名古屋医療センター 浅田 瞳

 P1-37-3∙ ∙PNS定着に向けた取り組み
NHO 富山病院 片岡 ちえみ
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 P1-37-4∙ ∙セル看護提供方式導入へのチャレンジ～看護師の満足度への効果～
NHO 宇多野病院 森 真理

 P1-37-5∙ ∙日勤看護師の役割の可視化により得られた影響の分析～リーダー、チーム別
たすきを使用して～

国立長寿医療研究センター 足立 七彩

 P1-37-6∙ ∙A病院の一看護単位の心理的安全性を評価して
NHO 東広島医療センター 山下 信人

 P1-37-7∙ ∙多様な背景やレディネスを持つスタッフの受け入れ体制整備～ B部署スタッ
フの心理的安全性のチェック評価を通して～

NHO 弘前総合医療センター 白取 彩香

 P1-37-8∙ ∙A病院副看護師長の自己分析と心理的安全性について
NHO 旭川医療センター 大月 寛美

ポスター 38  ［ 重症心身障害　看護領域2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：佐竹 千夏 （NHO 仙台西多賀病院 看護師長）

 P1-38-1∙ ∙重症心身障害児（者）の吸入療法に有効な姿勢と換気の関係性に関する文献
検討

NHO 甲府病院 人見 啓介

 P1-38-2∙ ∙重症心身障がい児（者）への陰部洗浄方法の検討～微温湯・沐浴剤・泡ボディ
ソープの比較～

NHO 兵庫あおの病院 野村 優里

 P1-38-3∙ ∙脳性麻痺患者における自然排便促進に向けての取り組み
NHO あきた病院 加藤 優果

 P1-38-4∙ ∙重症心身障害児（者）のオムツフィッティングの取り組み～尿漏れ便漏れ0
を目指して～

NHO 和歌山病院 垣口 里奈

 P1-38-5∙ ∙自力体動困難な重症心身障害児（者）の褥瘡予防に対する患者個々のポジショ
ニングの統一に向けた取り組み

NHO 東佐賀病院 茅島 純子

 P1-38-6∙ ∙嚥下反射惹起遅延が見られた重症心身障害者に対する嚥下訓練～口から食べ
続けるために～

NHO 長良医療センター 淺野 美佳

 P1-38-7∙ ∙重症心身障害児（者）の便秘改善への取り組み　～早朝の水分摂取を試みて～
NHO 鳥取医療センター 山尾 由花

 P1-38-8∙ ∙【演題】重症心身障がい者への温罨法による排便援助の検討
NHO 兵庫あおの病院 井上 和亮
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 P1-38-9∙ ∙重症心身障がい児（者）の入浴時の不快感軽減に向けた取り組み
NHO 兵庫あおの病院 中塚 春奈

ポスター 39  ［ 看護業務1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：加瀬澤 みどり （NHO 豊橋医療センター医療安全管理室医療安全係長）

 P1-39-1∙ ∙神経・筋難病病棟におけるデスカンファレンスの現状と課題　～看護師の精
神的負担軽減に着目して～

NHO 医王病院 大木 綾乃

 P1-39-2∙ ∙神経難病患者との関りにおいて看護師が否定的感情を抱いた時の向き合い方
に関する実態調査

NHO いわき病院 大林 彩乃

 P1-39-3∙ ∙経験が浅い助産師が実践する乳房外来における乳腺炎予防の検討～外来受診
後乳腺炎が悪化した症例を通して～

NHO 大阪医療センター 竹橋 りの

 P1-39-4∙ ∙当院の整形外科病棟における深部静脈血栓症予防の実態調査～認知機能低下
のある患者への関わり～

NHO 米子医療センター 恩田 凪果

 P1-39-5∙ ∙A病院の術後肺合併症予防に関する看護介入の現状～リスクアセスメント能
力の向上を目指して～

NHO 姫路医療センター 中野 志保

 P1-39-6∙ ∙勉強会の実施によるアルコール使用障害患者に対する看護師の陰性感情の変化
NHO 熊本医療センター 黒木 美佳

 P1-39-7∙ ∙インスリンボールを形成した患者の傾向について
NHO 金沢医療センター 其田 祐理

 P1-39-8∙ ∙TAVIを受ける患者・家族の看護に携わる病棟看護師のモチベーション変化
NHO 鹿児島医療センター 神野 愛

ポスター 40  ［ 看護技術2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：西本 聖子 （NHO 敦賀医療センター 看護師長）

 P1-40-1∙ ∙脳神経外科入院患者における深部静脈血栓症予防を目的とした下肢運動の介
入の有効性

NHO 南和歌山医療センター 田中 俊行
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 P1-40-2∙ ∙リハビリテーションスタッフと共同立案した離床メニューを実施して～回復
期リハビリテーション病棟における退院に向けた看護実践～

NHO 浜田医療センター 長田 瑠衣子

 P1-40-3∙ ∙脊椎手術を受ける患者の手術後から退院までのADLと運動能力の変化に影
響を与える要因について

NHO 岡山医療センター 合田 光那

 P1-40-4∙ ∙フルベストラント投与による硬結予防のための自動運動の有効性
NHO 四国がんセンター 近藤 千恵

 P1-40-5∙ ∙看護師による誤嚥性肺炎患者に対する口腔評価　－OHATを用いた調査－
NHO 東京病院 太田 秀美

 P1-40-6∙ ∙口腔健康診断ツールを用いて誤嚥性肺炎の発症リスクの段階を明らかにす
るー第2報－

NHO 神奈川病院 新渡 礼子

 P1-40-7∙ ∙看護師による長期ステロイド投与患者に対する口腔評価　－OHATを用い
た調査－

NHO 東京病院 後藤 歩実

 P1-40-8∙ ∙手指関節に拘縮がある患者に対するハンドロールの効果～吸湿効果のあるリ
ネン素材を用いた手掌の湿潤環境改善に向けて～

NHO 徳島病院 小原 美穂

ポスター 41  ［ 病院経営・医薬品管理 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：福田 利明 （NHO 京都医療センター 薬剤部長）

 P1-41-1∙ ∙後発医薬品の切替えによる後発医薬品比率への影響
NHO さいがた医療センター 山田 昌彦

 P1-41-2∙ ∙一般名処方加算算定件数の増加へ向けた薬剤部の取り組み
NHO 東広島医療センター 井上 愛望

 P1-41-3∙ ∙高松医療センター薬剤科における医薬品安全管理の徹底
NHO 高松医療センター 寺山 恵子

 P1-41-4∙ ∙閉鎖式薬物移送システムの使用拡大に伴う病院コスト負担の算出と費用削減
の検討

NHO 仙台医療センター 東 敬太

 P1-41-5∙ ∙一包化中止薬の処理作業に関する実態調査
NHO さいがた医療センター 末永 翔平

 P1-41-6∙ ∙錠剤自動仕分返納装置の導入とその有用性の検証
NHO 大阪医療センター 岡崎 晴夏ポ
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 P1-41-7∙ ∙全自動秤量散薬分包機導入による薬剤科業務への影響
NHO 医王病院 竹川 祐以

 P1-41-8∙ ∙当院における全自動秤量散薬分包機の運用状況調査
国立循環器病研究センター 波部 彩乃

ポスター 42  ［ リハビリテーション3　作業療法　神経筋疾患・呼吸器疾患 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山上 幸生 （NHO あきた病院 作業療法士長）

 P1-42-1∙ ∙パーキンソン病の上肢機能と認知機能の相関について
NHO 旭川医療センター 山本 圭人

 P1-42-2∙ ∙TKAを施行したパーキンソン病患者の入浴動作を中心に介入した一症例
NHO 宇多野病院 小森 あい華

 P1-42-3∙ ∙パーキンソン病患者9名に対してVRリハビリテーション医療機器
KAGURAを使用した結果報告

NHO 鳥取医療センター 福田 哲也

 P1-42-4∙ ∙中等症、重症パーキンソン病に対するリハビリテーションプログラムの検討
NHO あきた病院 高橋 寛人

 P1-42-5∙ 演題取り下げ

 P1-42-6∙ ∙呼吸器疾患患者において入浴動作の指導を行うことの重要性
NHO 姫路医療センター 宅本 怜央

 P1-42-7∙ ∙肺気腫を呈し入退院を繰り返す一症例
―面接式QOL評価の変化に着目した作業療法効果について―

NHO 大分医療センター 米澤 武人

 P1-42-8∙ ∙Covid-19∙後遺症患者に適切な運動負荷を設定して∙ADL∙改善がみられた一
症例

NHO 栃木医療センター 斉藤 博人

ポスター 43  ［ 人材確保・育成2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：坂本 昭雄 （NHO 敦賀医療センター事務部長）

 P1-43-1∙ ∙若手事務職員の経営参画意識を高めるPFC作成の取り組み
NHO 埼玉病院 河 美玉

 P1-43-2∙ ∙医事課係員対象の院内勉強会の実施とその効果の検証
NHO 静岡医療センター 宮本 将志
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 P1-43-3∙ ∙NHOの事務職採用はこのままでいいのか
NHO 山口宇部医療センター 井本 賢弘

 P1-43-4∙ ∙個人の意識により広がる経営改善と人材育成　～∙効果の報告と共有～
NHO 東埼玉病院 大塚 絢也

 P1-43-5∙ ∙児童指導員の人材育成のための取り組み
NHO あきた病院 野田 大倫

 P1-43-6∙ ∙病院の広報活動を通したWEB会議システムの活用について～ “できること”
を広げよう～

NHO さいがた医療センター 中嶋 直人

 P1-43-7∙ ∙一般職員の所属部署配置換時における心身の負担軽減への取り組み
NHO 九州がんセンター 宮崎 碧

 P1-43-8∙ ∙障害者雇用率の段階的引き上げへの対応と働きやすい環境について
NHO 舞鶴医療センター 松井 知士

ポスター 44  ［ 感染対策・感染管理3 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：森 雅秀 （NHO 大阪刀根山医療センター 統括診療部長）

 P1-44-1∙ ∙A病院重症心身障害者病棟で発生した疥癬アウトブレイク経過と対応
NHO 函館病院 栗山 陽子

 P1-44-2∙ ∙感染管理部門と施設管理者が協同して対応したトコジラミの一例
NHO 相模原病院 福元 大介

 P1-44-3∙ ∙プラスミド性DHA-1型Enterobacter cloacae∙complexによる院内伝播
について

NHO 大阪医療センター 木原 実香

 P1-44-4∙ ∙Clostridioides∙deffi∙∙cile感染症対策への取り組みとその経過
NHO 東名古屋病院 志波 幸子

 P1-44-5∙ ∙日当直従事者における時間外抗酸菌塗抹検査の実施状況と感染対策における
効果

NHO 名古屋医療センター 谷口 寿章

 P1-44-6∙ ∙リウマチ診療においてインターフェロンγ（T-SPOT）陽性判明時の対応の実
態調査とそれに基づく改善策の遂行

NHO 相模原病院 野木 真一

 P1-44-7∙ ∙職員の流行性ウイルス疾患（麻疹・風疹・水痘・ムンプス）抗体価の現状と
対応について

NHO 呉医療センター 新開 美香
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 P1-44-8∙ ∙新型コロナウイルス感染症流行期と収束期における基質拡張型β-ラクタ
マーゼ産生菌検出の年次比較

NHO 金沢医療センター 服部 将也

ポスター 45  ［ 働き方改革1 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：向平 昌浩 （NHO 大阪医療センター 事務部管理課長）

 P1-45-1∙ ∙医師の時間外休日労働規制への対応、ビーコンによる勤務時間管理を導入して
NHO 函館病院 佐藤 純也

 P1-45-2∙ ∙A病院における男性看護師の育児休業取得についての意識調査
NHO 金沢医療センター 中村 徳明

 P1-45-3∙ ∙横浜医療センター薬剤部における調剤業務の配置人数の検討
NHO 横浜医療センター 水島 淳裕

 P1-45-4∙ ∙働きやすい環境作りみんなでかえる（変える、帰る）化現象
NHO 姫路医療センター 藤尾 佳穂

 P1-45-5∙ ∙日勤における勤務時間内での看護記録の時間確保のための取り組み
NHO 長崎病院 入江 愛由美

 P1-45-6∙ ∙育児時間制度利用者の取得時間確保のための調査と支援
NHO 長崎病院 田口 博一

 P1-45-7∙ ∙少人数診療科である呼吸器外科における男性医師の出生時育児休業取得の経験
NHO 福山医療センター 二萬 英斗

 P1-45-8∙ ∙当科整形チームにおける業務改善～第2報～
NHO 福山医療センター 石井 達也

ポスター 46  ［ 骨折・その他 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：有光 小百合 （NHO 大阪医療センター 整形外科）

 P1-46-1∙ ∙上腕骨小結節単独骨折の1例
NHO 埼玉病院 馬場 健太郎

 P1-46-2∙ ∙重症四肢外傷の感染率を改善できるか？
NHO 長崎医療センター 藤岡 正樹

 P1-46-3∙ ∙当院整形外科における入院骨折患者数の推移について
NHO 三重中央医療センター 田中 雅

 P1-46-4∙ ∙大腿骨近位部骨折術後患者の早期離床介入後のADLに関する実態調査－入
院時と術後8週のADLを比較して－

NHO 長崎医療センター 山口 由香里
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 P1-46-5∙ ∙非外傷性化膿性手関節炎の治療経験
NHO 金沢医療センター 納村 直希

 P1-46-6∙ ∙上部僧帽筋全欠損に対する副神経支配有茎広背筋弁を用いた動的再建
NHO 長崎医療センター 藤岡 正樹

 P1-46-7∙ ∙ハムストリング近位付着部断裂に対して手術加療を行った1例
NHO 広島西医療センター 福田 玲

 P1-46-8∙ ∙両側性外側二層半月板に対して鏡視下副半月板切除術を行った一例
NHO 甲府病院 古屋 直人

ポスター 47  ［ 神経･筋疾患2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：荒畑 創 （NHO 大牟田病院 脳神経内科医長）

 P1-47-1∙ ∙近位筋筋力低下、高CK血症成人患者の入院前遺伝子検査
NHO 大牟田病院 荒畑 創

 P1-47-2∙ ∙Duchenne型筋ジストロフィー患者の骨格筋量とAnkle∙Brachial∙Pressure∙
Index（ABI）の経時的評価

NHO 大牟田病院 荒畑 創

 P1-47-3∙ ∙ジストロフィノパチーにおけるチアミン・トランスポーターの関与
NHO とくしま医療センター西病院 三ツ井 貴夫

 P1-47-4∙ ∙左室駆出率が低下した心不全を合併したベッカー型筋ジストロフィーに対す
るサクビトリルバルサルタンの当院での使用経験

NHO あわら病院 桐場 千代

 P1-47-5∙ ∙進行期筋強直性ジストロフィーにおける徐脈の実態
NHO 大牟田病院 山本 明史

 P1-47-6∙ ∙顔面肩甲上腕型筋ジストロフィー（FSHD）患者の骨格筋超音波検査（US）に
ついて

NHO 箱根病院 大熊 彩

 P1-47-7∙ ∙新・筋ジストロフィー病棟データベースの構築∙2024年
NHO 大阪刀根山医療センター 齊藤 利雄

 P1-47-8∙ ∙病状の進行により呼吸機能の低下している神経筋難病患者におけるQOL向
上に向けて-SEIQoL-DWを用いて-

NHO 新潟病院 渡邊 萌
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ポスター 48  ［ 神経･筋疾患3 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小澤 祐美子 （NHO 兵庫中央病院 看護師長）

 P1-48-1∙ ∙認知症状のある筋強直性ジストロフィー患者との関わり方に関する文献検討
NHO 箱根病院 市村 優海

 P1-48-2∙ ∙筋強直性ジストロフィー患者の非侵襲的陽圧換気療法導入における関わりに
ついて～ケアの意味を見つめる事例研究

NHO 東名古屋病院 中橋 有紀

 P1-48-3∙ ∙遠位型筋ジストロフィー患者の呼吸器離脱期への関わり～看護師による呼気
介助の実施～

NHO 宇多野病院 山本 祐歌

 P1-48-4∙ ∙筋萎縮性側索硬化症（amyotrophic∙lateral∙sclerosis∙:∙ALS）患者の告知前
後から意思決定における心理的反応について

NHO 箱根病院／北里大学大学院 鹿内 裕恵

 P1-48-5∙ ∙進行性の神経変性疾患を患う長期入院患者の意思決定支援における看護師の
役割　～ NPPV導入を決定した1事例を振り返る～

NHO 医王病院 滝 彩香

 P1-48-6∙ ∙延命治療を希望しない非がん患者への看護～筋萎縮性側索硬化症患者への緩
和ケア～

NHO 兵庫中央病院 谷池 美佳

 P1-48-7∙ ∙慢性期療養型病棟における看護師の急変時対応に対する不安の内容
NHO 北陸病院／ NHO 富山病院 清水 宥吾

 P1-48-8∙ ∙神経内科病棟の退院指導の現状～質問紙調査を実施して～
NHO 西新潟中央病院 頓所 史恵

ポスター 49  ［ チーム医療　NST ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：永野 由香里 （NHO 愛媛医療センター  栄養管理室長）

 P1-49-1∙ ∙肺癌術後患者にMCT食を提供し乳糜胸水が改善した一症例
NHO 岩国医療センター 川藤 早也香

 P1-49-2∙ ∙右末梢性顔面神経麻痺による嚥下障害のある患者への嚥下訓練方法の習得指
導を行った効果

NHO 東佐賀病院 野中 優

 P1-49-3∙ ∙遷延する低血糖に対してレボカルニチン補充が著効した透析患者の1例
国立療養所沖縄愛楽園 立石 千咲 ポ
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 P1-49-4∙ ∙大腿骨頸部骨折術後患者に対してリハビリテーション栄養ケアプロセスを用
いた介入経験

NHO 霞ヶ浦医療センター 松山 寛貴

 P1-49-5∙ ∙NST介入終了後の実態調査
NHO 佐賀病院 濱地 菜々

 P1-49-6∙ ∙当院におけるNST活動の取り組みについて～ NSTの加算対象拡充を受けて～
NHO 南京都病院 小山 穂乃佳

 P1-49-7∙ ∙当院の重症心身障害児（者）病棟におけるNSTの現状と今後の展望
NHO 福岡病院 北村 渚

 P1-49-8∙ ∙美味しく・楽しく・安全に、誤嚥・窒息の防止を目指して～管理栄養士と重
症心身障害児（者）病棟スタッフの取り組み～

NHO 下志津病院 生野 夏菜

ポスター 50  ［ 臨床研究 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 兼司 （NHO 南京都病院 臨床研究部長）

 P1-50-1∙ ∙レビー小体病にみられる扁桃体萎縮と幻視、血圧変動との関連
NHO 宇多野病院 野元 翔平

 P1-50-2∙ ∙医療観察法入院処遇者のBMI変化と関連因子の分析
国立精神・神経医療研究センター 山元 直道

 P1-50-3∙ ∙上肢骨折をした独居高齢者が抱く退院後の生活上の困難感
NHO 関門医療センター 佐々木 芳恵

 P1-50-4∙ ∙Vater乳頭部adenomyomatous∙hyperplasiaの臨床病理学的研究
NHO 金沢医療センター 黒瀬 望

 P1-50-5∙ ∙HFpEFを合併した高齢者2型糖尿病症例におけるDPP-4阻害薬シタグリプ
チンの心機能および動脈硬化指標に対する影響の後方視的検討

NHO あわら病院 桑田 敦

 P1-50-6∙ ∙超高齢者慢性心不全症例におけるニューキノロン系およびマクロライド系抗
生剤内服抗生剤による補正QT間隔変動の後方視的検討

NHO あわら病院 桑田 敦

 P1-50-7∙ ∙画像解析ソフトを用いた細胞数の定量評価
NHO 東京病院 峰岸 正明

 P1-50-8∙ ∙大阪医療センター∙臨床研究センター∙セルプロセッシングセンターの管理と
運用について

NHO 大阪医療センター 隅田 美穂
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ポスター 51  ［ 呼吸器疾患2 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：原田 洋明 （NHO 東広島医療センター 呼吸器外科診療部長）

 P1-51-1∙ ∙根治術22年後に胸壁再発を来し切除した原発性肺がんの1例
NHO 渋川医療センター 川島 修

 P1-51-2∙ ∙ニボルマブによる二次治療が奏功した上皮型悪性胸膜中皮腫の1例
NHO 函館病院 大塚 将平

 P1-51-3∙ ∙胸部刺創による右穿通性肺損傷に対し、胸腔鏡下でPulmonary∙tractotomy
を施行した1例

NHO 横浜医療センター 古賀 大靖

 P1-51-4∙ ∙83歳で発見された肺底動脈大動脈起始症の一例
NHO 大阪医療センター 東 浩志

 P1-51-5∙ ∙側臥位での呼吸器外科手術後に肩・背部痛が生じる要因の分析
NHO 南京都病院 池田 紗友美

 P1-51-6∙ ∙妊娠後期の双胎妊婦に対して気胸手術を行った一例
NHO 岡山医療センター 杉原 太一

 P1-51-7∙ ∙妊娠18週に再発した気胸に対し、胸腔鏡下手術を行なった1例
NHO 東広島医療センター 藤井 祐太朗

 P1-51-8∙ ∙化膿性胸鎖関節炎から頸部縦隔膿瘍を生じた一例
NHO 東広島医療センター 志水 唯月

ポスター 52  ［ 産科・婦人科疾患 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：江本 郁子 （NHO 京都医療センター 産婦人科）

 P1-52-1∙ ∙当院における頸管短縮妊婦に対する頸管ペッサリー使用経験
NHO 小倉医療センター 徳田 諭道

 P1-52-2∙ ∙口唇・口腔内病変を主症状とし鑑別に苦慮した単純ヘルペスウイルス初感染
の1例

NHO 呉医療センター 山田 紗弥花

 P1-52-3∙ ∙Mega∙jet∙fl∙owを伴うHuge∙placental∙lakeを認めるも経腟分娩に至った
1例

NHO 四国こどもとおとなの医療センター 杉本 達朗

 P1-52-4∙ ∙当院における中国籍妊婦の出生前診断への来談状況についての検討
NHO 東広島医療センター 吉田 真理 ポ
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 P1-52-5∙ ∙RPOCに対してメソトレキセート投与し、hCGの∙低下を確認するも、多量
出血を生じ、子宮動脈塞栓術にて止血を得られた1例

NHO 福山医療センター 難波 良紘

 P1-52-6∙ ∙当院でのレンバチニブ＋ペムブロリズマブ併用療法におけるテレフォンフォ
ロー導入の取り組みと副作用発現状況について

NHO 熊本医療センター 平池 美香子

 P1-52-7∙ ∙回腸腫瘍による下血を契機に診断され集学的治療を行った進行卵巣癌の1例
NHO 函館病院 釼持 要

 P1-52-8∙ ∙HBOC女性におけるリスク低減卵管卵巣摘出術（RRSO）の実施における課題
NHO 大阪医療センター／岐阜大学病院 松山 裕美

ポスター 53  ［ 専門的ケア ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：駒井 智子 （NHO 村山医療センター 看護師長）

 P1-53-1∙ ∙心不全患者の家族が療養を支える中で感じている思いに関する面接調査
NHO まつもと医療センター 那須 あすみ

 P1-53-2∙ ∙がん告知時の患者家族支援に向けた取り組み
NHO 南和歌山医療センター 上田 純子

 P1-53-3∙ ∙苦痛のスクリーニング実施の効果について～緩和ケアへの早期介入へつなげ
るためには～

NHO 横浜医療センター 廣田 尚美

 P1-53-4∙ ∙認知症マフ導入に取り組んだ活動の成果―コッターの組織変革理論を用いた
振り返りと今後の課題―

NHO 熊本南病院 栗原 由貴美

 P1-53-5∙ ∙認知症、脳疾患発症による高次脳機能障害の患者への院内デイケア導入の取
り組み

NHO 南和歌山医療センター 安達 ゆり

 P1-53-6∙ ∙看護師の口腔ケア教育プログラムの実施 ‐ オーラルマネジメント委員会の
活動より ‐

NHO 福山医療センター 藤原 千尋

 P1-53-7∙ ∙東京医療センターで取り組む排尿ケアチームの排尿自立指導加算について
NHO 東京医療センター 玉木 亜矢子

 P1-53-8∙ ∙がん患者指導管理料（イ）算定に向けた取り組みと今後の展望～多職種連携
を通して得られた成果と課題～

NHO まつもと医療センター 宮嶋 純子

 P1-53-9∙ ∙こども医療電話相談事業が夜間も対応可能になったことでの利用状況の調査
NHO 盛岡医療センター 山崎 洋子
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ポスター 54  ［ 被ばく低減・その他 ］
11:45～12:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山口 恭子 （NHO 下志津病院 放射線科副診療放射線技師長）

 P1-54-1∙ ∙ファンビーム方式のX線骨密度測定装置における画像の歪みに関する検討
NHO 和歌山病院 大竹野 浩史

 P1-54-2∙ ∙TBS解析における自動関心領域の有用性
NHO 九州医療センター 長郷 知未

 P1-54-3∙ ∙血管撮影室の空間線量率測定と被ばく低減の検討
NHO 豊橋医療センター 北田 和樹

 P1-54-4∙ ∙血管撮影におけるDRLs2020と評価
NHO 豊橋医療センター 民田 樹生

 P1-54-5∙ ∙診断参考レベルを利用したX線TVの条件の最適化
NHO 金沢医療センター 原田 高行

 P1-54-6∙ ∙内視鏡検査時における従事者の被ばく線量低減についての基礎的検討
NHO 神戸医療センター 天野 亜美

 P1-54-7∙ ∙X線透視室における整形外科医の被ばく線量適正化に向けた取組みについて
NHO 盛岡医療センター 有馬 悠貴

 P1-54-8∙ ∙当院での肺野動態検査に関しての報告
NHO 山口宇部医療センター 吉野 雅志

 P1-54-9∙ ∙MRI検査時における麻薬含有貼付剤の取り扱い運用に向けての取り組み
NHO 九州がんセンター 岡原 継太

ポスター 55  ［ CT造影技術 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：柴田 真啓 （NHO 京都医療センター）

 P1-55-1∙ ∙CVポートおよびPICC使用時の造影剤注入圧の安全評価
NHO 東広島医療センター 木村 勇太

 P1-55-2∙ ∙肝臓ダイナミックCTの線量最適化に向けた取り組み
NHO 金沢医療センター 柳澤 崇登

 P1-55-3∙ ∙サブトラだけ！？～頭部3D－CTAプロトコルの再構築～
NHO 関門医療センター 東谷 健太

 P1-55-4∙ ∙腎動静脈血管描出を目的とした3D-CT撮影における被ばく低減を考慮した
新規造影法の検討

NHO 関門医療センター 上杉 尚行 ポ
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 P1-55-5∙ ∙Dual-energy∙CTにおける造骨性骨転移のヨード描出に関する基礎的検討
NHO 北海道がんセンター 福田 晋久

ポスター 56  ［ リハビリテーション4　作業療法　精神疾患・認知機能 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：福永 雄介 （国立療養所菊池恵楓園）

 P1-56-1∙ ∙安定的な地域生活を支える精神科作業療法の取り組み～「こころケアプログ
ラム」の試み～

国立精神・神経医療研究センター 和田 舞美

 P1-56-2∙ ∙児童思春期病棟における個別作業療法の必要性について
NHO 肥前精神医療センター 山田 亜夢未

 P1-56-3∙ ∙写真ボードの導入により主体的な表出手段の獲得した自閉スペクトラム症を
合併したDuchenne型筋ジストロフィーの例

NHO 東埼玉病院 髙杉 里菜

 P1-56-4∙ ∙作業療法士による認知機能評価を心不全退院時指導に活用した3症例に関す
る報告

NHO 高崎総合医療センター 篠崎 大智

 P1-56-5∙ ∙もの忘れ外来受診者のMCI・軽度認知症を対象とした新規リハビリプログ
ラムの実践評価

国立精神・神経医療研究センター 野崎 和美

ポスター 57  ［ 下部消化管疾患1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：加賀谷 尚史 （NHO 金沢医療センター 臨床研究部長）

 P1-57-1∙ ∙大腸ステントが症状緩和に有用であった腹膜癌の1例
NHO 関門医療センター 吉武 理紗

 P1-57-2∙ ∙進行上行結腸癌の精査で見つかった特発性腸間膜静脈硬化症の1例
NHO 豊橋医療センター 野田 有利恵

 P1-57-3∙ ∙特異な食習慣を背景とした食餌性イレウスを契機に進行下行結腸癌の診断に
至った一例

NHO 嬉野医療センター 池田 瑛

 P1-57-4∙ ∙加味逍遥散の長期内服中に腸間膜静脈硬化症を発症した1例
NHO 函館病院 会津 峻

 P1-57-5∙ ∙末梢挿入型中心静脈カテーテルを留置中、左総頸静脈から鎖骨下静脈にかけ
広範囲に血栓を認めたクローン病の一症例

NHO 大阪医療センター 鈴木 英祐
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ポスター 58  ［ 終末期看護・家族看護 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：堀江 千恵 （NHO 松江医療センター 看護師長）

 P1-58-1∙ ∙終末期にある重症心身障害児（者）の感覚を刺激した看護ケアの効果
NHO 南岡山医療センター 中山 智美

 P1-58-2∙ ∙神経・筋病棟に携わる看護師の終末期看護に対する意識調査
NHO あきた病院 渡部 千尋

 P1-58-3∙ ∙終末期の患者家族の思いを尊重した看護
NHO 南和歌山医療センター 志波 淳美

 P1-58-4∙ ∙緩和ケア病棟における看護師のターミナルケア態度　その現状とこれからの
課題

NHO 京都医療センター 平尾 朱音

 P1-58-5∙ ∙生前よりカンファレンスを行うことによる看護師の終末期看護への思い
NHO 高知病院 島内 望巳

 P1-58-6∙ ∙グリーフケアを通して感じる家族看護の大切さについて～相談員の立場から
考える～

NHO 浜田医療センター 松岡 悠

ポスター 59  ［ 教育支援 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：澤邑 由美 （NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校 教育主事）

 P1-59-1∙ ∙手指衛生の5つのタイミングに対する行動変容を促す教育的支援の検討
NHO 高崎総合医療センター 加藤 紗羅

 P1-59-2∙ ∙成人看護学演習（回復期）における学生の学びの実態
NHO 舞鶴医療センター附属看護学校 杉田 朋美

 P1-59-3∙ ∙成人老年看護学実習1（急性期）実習前研修が実習目標達成に及ぼす影響
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 山本 緑

 P1-59-4∙ ∙看護学実習におけるコミュニケーション冊子が学生-指導者間にもたらす効果
国立がん研究センター中央病院 村上 由希子

 P1-59-5∙ ∙臨床実習における指導体制の変更に伴う効果の検証次世代を担う看護師のよ
り良い育成のために

NHO 仙台医療センター 昆野 沙也加

 P1-59-6∙ ∙看護学生の睡眠に関する実態調査～学年による睡眠状況の差～
NHO 栃木医療センター附属看護学校 鈴木 亜希 ポ
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ポスター 60  ［ 働き方改革　臨床工学領域 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：矢野 元基 （NHO 別府医療センター ME機器管理室）

 P1-60-1∙ ∙市販生体肺と人工呼吸器を用いた研修会開催の有用性
NHO 山形病院 木村 絢美

 P1-60-2∙ ∙神経モニタリング業務の構築に向けて
NHO 京都医療センター 大津 暁翔

 P1-60-3∙ ∙胸腔鏡下スコープオペレーター業務への参入
NHO 埼玉病院 山崎 友華

 P1-60-4∙ ∙集中治療室における臨床工学技士の専従化による効果
NHO 大阪医療センター 樋口 栄二

 P1-60-5∙ ∙鏡視下手術におけるスコープオペレーター業務参入の取り組み
NHO 函館病院 石川 雄大

 P1-60-6∙ ∙脊髄刺激療法（SCS）のスクリーニングから外来におけるフォローアップま
でを経験して

NHO 奈良医療センター 廣瀬 太紀

ポスター 61  ［ リハビリテーション5　理学療法　運動器疾患2 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：高橋 博貴 （NHO 大阪南医療センター 理学療法士長）

 P1-61-1∙ ∙右足関節外果骨折で安定した歩容獲得を目指して介入を行った一症例～足趾
筋力、腓骨筋とkagerʼs∙fatpatに着目して～

NHO 熊本再春医療センター 山本 晴菜

 P1-61-2∙ ∙高エネルギー外傷によるコンパートメント症候群発症後痺れの訴えを強く訴
えた一例～超音波画像診断装置を用いた選択的アプローチ～

NHO 名古屋医療センター 松田 隆汰

 P1-61-3∙ ∙急性期病院における閉塞性動脈硬化症（ASO）により片側大腿切断を施行し
た高齢患者の理学療法

NHO 豊橋医療センター 芦澤 翼

 P1-61-4∙ ∙能登半島地震によりクラッシュ症候群及び右下肢筋力低下を呈し、歩行再獲
得に長期間を要した一例

NHO 金沢医療センター 岩原 優菜

 P1-61-5∙ ∙外反母趾を合併した足趾屈曲拘縮に対する装具療法に難渋した1例
NHO 関門医療センター 河村 貴士
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 P1-61-6∙ ∙長期の荷重制限を要した両下腿・足部骨折患者の歩行能力向上に向けた取り
組み

NHO 姫路医療センター 織田 雄大

ポスター 62  ［ リハビリテーション6　理学療法　呼吸器疾患 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：冨永 智美 （NHO 近畿中央呼吸器センター リハビリテーション科理学療法士長）

 P1-62-1∙ ∙慢性閉塞性肺疾患患者の呼吸リハビリテーション入院に対する当科の取り組み
NHO 奈良医療センター 岩中 勇磨

 P1-62-2∙ ∙呼吸器疾患の理学療法介入における初期・退院時評価内容の検討
NHO 南京都病院 廣野 さつき

 P1-62-3∙ ∙当院における呼吸リハビリテーション評価・治療マニュアル完成後の評価表
利用状況に関する報告

NHO 近畿中央呼吸器センター 光國 若也

 P1-62-4∙ ∙「間質性肺炎サポート入院プログラム」における理学療法の取り組みを振り
返る

NHO 天竜病院 佐藤 史明

 P1-62-5∙ ∙電子スパイロメーターのインターフェースの違いが検査値に与える影響につ
いての検討

NHO 南京都病院 渡邊 俊介

 P1-62-6∙ ∙ピークフローメーターでの呼気はハフィングの代用手段となり得る∙～健常
成人におけるピークフローとハフィングの呼気流量比較検証～

国立国際医療研究センター病院 清水 綾子

ポスター 63  ［ リハビリテーション7　理学療法　がん ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 誠 （NHO 姫路医療センター リハビリテーション科理学療法士長）

 P1-63-1∙ ∙化学療法治療中にせん妄を呈した肺がん患者にリハビリテーションを実施
し、せん妄の改善に寄与したと考えられる一症例

NHO 函館病院 齋藤 宙己

 P1-63-2∙ ∙当院における肺がんの周術期リハビリテーションについての後方視的検討
NHO 近畿中央呼吸器センター 川戸 佑悟

 P1-63-3∙ ∙転移性脳腫瘍に対して当院ならではの長期的リハビリテーションを実施した
一例～自宅退院を目指して～

NHO 浜田医療センター 山野 寛太 ポ
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 P1-63-4∙ ∙肺癌脳転移による左片麻痺を発症した全盲患者に対する理学療法の工夫と転帰
NHO 姫路医療センター 小俣 杏侑実

 P1-63-5∙ ∙待機的結腸直腸切除術患者に対する歩数計を用いたプレハビリテーションの
有用性

NHO 高崎総合医療センター 吉本 慎

 P1-63-6∙ ∙がん患者の転帰先の要因に関する決定木分析
NHO 米子医療センター 秋田 貴之

ポスター 64  ［ 医療の質　事務管理領域2 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：船橋 正弘 （NHO 南京都病院 経営企画室長）

 P1-64-1∙ ∙ハンセン病療養所における入所者に対する過剰介護の実態
国立ハンセン病療養所沖縄愛楽園 仲井間 敬子

 P1-64-2∙ ∙重症心身障がい児（者）病棟における倫理観の向上に向けての取り組み－患
者の呼称について－

NHO 兵庫あおの病院 中塚 幸宏

 P1-64-3∙ ∙精神科慢性期病棟の患者が医療サービスに感じている価値の実態∙―ペイ
シェント・エクスペリエンスサーベイを用いて―

NHO 肥前精神医療センター 永尾 勇

 P1-64-4∙ ∙フードハピネスプロジェクト活動報告～嚥下障害があってもデザートビュッ
フェでハッピーに～

NHO 兵庫中央病院 安田 由香

 P1-64-5∙ ∙気持ちに寄り添う「繋がりカード」
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 山本 奈々

 P1-64-6∙ ∙当院における心不全教室の立ち上げと薬剤師の関わり
NHO 嬉野医療センター 平野 裕也

ポスター 65  ［ 地域連携・地域包括ケア3 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山木 裕介 （NHO 金沢医療センター 地域医療連携室）

 P1-65-1∙ ∙高度肥満の減量を目的にPERIO・MSW・地域が連携・協働し周術期管理を
行った1例

NHO 福山医療センター 木梨 貴博

 P1-65-2∙ ∙在宅における神経筋難病患者支援の困難さ―地域のケアマネジャー（CM）へ
のアンケート調査から－

NHO 兵庫中央病院 渡辺 真弓
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 P1-65-3∙ ∙「退院前訪問もしくは退院後訪問を経験した病棟看護師の退院支援に対する
認識の変化」～患者支援の在り方について～

NHO 霞ヶ浦医療センター 増渕 由香

 P1-65-4∙ ∙筋ジストロフィー病棟における介護支援連携指導件数増加への取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 長田 みか

 P1-65-5∙ ∙急性期病院における退院調整時の課題～退院後カンファレンスを通して～
NHO 熊本医療センター 池田 としえ

 P1-65-6∙ ∙地域の転院先施設の嚥下食形態一覧表の作成
NHO 舞鶴医療センター 松本 楓子

ポスター 66  ［ 支持療法・緩和医療1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：宮部 貴識 （NHO 舞鶴医療センター 薬剤部長）

 P1-66-1∙ ∙診断的神経ブロックが奏功した、梨状筋症候群と思われた1例
NHO 仙台医療センター 櫻井 睦美

 P1-66-2∙ ∙がん疼痛患者におけるトラマドールから強オピオイドへの移行状況の実態調査
NHO 災害医療センター 大野 孝明

 P1-66-3∙ ∙当院における、非がん患者の呼吸困難に対するモルヒネの使用状況について
NHO 近畿中央呼吸器センター 多方 実彩

 P1-66-4∙ ∙緩和ケア患者の外用薬持参に関する調査
NHO 長良医療センター 加藤 瑛一

 P1-66-5∙ ∙胆汁酸トランスポーター阻害薬エロビキシバットの併用が経口ヒドロモル
フォンによる鎮痛効果に与える影響の検討

NHO 北海道がんセンター 田中 晃佑

 P1-66-6∙ ∙緩和ケア病棟での肺がん併発の間質性肺炎患者に対する呼吸困難への看護介
入の検討

NHO 近畿中央呼吸器センター 高橋 歩実

ポスター 67  ［ 上部消化管疾患1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：吉田 志栄 （NHO 神戸医療センター  消化器内科部長）

 P1-67-1∙ ∙胃原発絨毛癌の一生検例
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 石井 文彩

 P1-67-2∙ ∙潰瘍性大腸炎に合併した穿通を伴う胃悪性リンパ腫の1例
NHO 金沢医療センター 八汐 樹
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 P1-67-3∙ ∙内視鏡的切除を行った胃神経内分泌腫瘍の一例
NHO 佐賀病院 重村 玲

 P1-67-4∙ ∙Wilson病を背景とした十二指腸静脈瘤に対して緊急止血術を施行した一例
NHO 埼玉病院 江川 拓実

 P1-67-5∙ ∙アルコール依存症に合併したCronkhite-canada症候群の1例
NHO 嬉野医療センター 楠本 眞巳

 P1-67-6∙ ∙超音波内視鏡（EUS）中の十二指腸穿孔に対してOTSC（Over∙The∙Scope∙
Clip）を用いた穿孔部の閉鎖に成功した一例

NHO 嬉野医療センター 竹下 卓

ポスター 68  ［ 免疫、感染症-症例報告1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：倉原 優 （NHO 近畿中央呼吸器センター 臨床研究センター室長）

 P1-68-1∙ ∙呼吸不全に対しステロイドパルスを行った粟粒結核の一例
NHO 三重中央医療センター 久留 仁

 P1-68-2∙ ∙血液悪性腫瘍の治療中にCOVID-19を発症した症例の検討
NHO 金沢医療センター 北 俊之

 P1-68-3∙ ∙リツキシマブ投与後にCOVID-19の再燃を繰り返した全身性エリテマトー
デスの一例

NHO 横浜医療センター 大石橋 龍

 P1-68-4∙ ∙COVID-19罹患を契機に診断したGood症候群の一例
NHO 佐賀病院 中川 歩美

 P1-68-5∙ ∙顕微鏡的多発血管炎に対するリツキシマブ投与後にCOVID-19肺炎発症お
よび、SARS-CoV2再活性化による肺炎再燃を呈した1例

国立国際医療研究センター病院 秋山 優弥

 P1-68-6∙ ∙サラゾスルファピリジンの内服開始∙5∙週間後に発熱と全身性紅斑を呈した
薬剤性過敏症症候群の一例

NHO 嬉野医療センター 野口 美貴

ポスター 69  ［ 口腔の環境管理 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：江戸 美奈子 （NHO 北海道がんセンター 歯科口腔外科）

 P1-69-1∙ ∙当院における麻酔管理下歯科治療∙―歯科衛生士の役割―
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 中川 茉奈美

 P1-69-2∙ ∙当院における小児心疾患患者の周術期等口腔機能管理の実態調査
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 土田 佳代
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 P1-69-3∙ ∙口腔ケアのスキルアップへ繋がる歯科衛生士としての取り組み―口腔ケアラ
ウンド・看護部研修を通しての看護師との協働―

NHO 東京医療センター 松岡 祐佳子

 P1-69-4∙ ∙当院A病棟看護師を対象とした口腔ケアジェル（N.act）の使用感についての
アンケート調査

NHO 函館病院 北山 まなみ

 P1-69-5∙ ∙口腔清掃不良患者に対する口腔ケア用シートの使用経験
NHO 栃木医療センター 吉岡 真未

 P1-69-6∙ ∙救急外来を受診し入院することになった誤嚥性肺炎患者の口腔内環境について
NHO 九州医療センター 中川 綾華

ポスター 70  ［ 災害医療・DMAT・DPAT2 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渡邊 由紀 （NHO 大阪医療センター 副看護師長）

 P1-70-1∙ ∙災害対応力の向上に対する取り組みについて
NHO 大阪刀根山医療センター 青木 花叡

 P1-70-2∙ ∙アクションカードを活用した災害訓練を実施して
NHO 関門医療センター 宮川 奈美

 P1-70-3∙ ∙実践的な災害対策定着にむけた取り組み～副看護師長危機管理班の活動を振
り返って～

NHO まつもと医療センター 橋倉 梢

 P1-70-4∙ ∙A病院の外来における災害初期対応の問題点抽出と今後の課題～外来看護師
へのインタビュー調査から～

NHO 浜田医療センター 坂本 富貴

 P1-70-5∙ ∙循環器病棟における災害時の入院患者の搬送～避難誘導の勉強会による効果～
NHO 金沢医療センター 伊藤 祐利

 P1-70-6∙ ∙災害時の手術室における情報の可視化に向けた取り組み
NHO 埼玉病院 加地 葵

ポスター 71  ［ 皮膚疾患 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小澤 健太郎 （NHO 大阪医療センター 皮膚科科長）

 P1-71-1∙ ∙経口ステロイドの減量に難渋した薬剤性過敏症症候群（DIHS）の一例
NHO 北海道医療センター 佐々木 暉 ポ
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 P1-71-2∙ ∙爪白癬治療の意義と重要性～国立病院機構函館病院における使用経験から考
察する～

NHO 函館病院 真鍋 公

 P1-71-3∙ ∙肛門周囲の帯状（索状）股関節瘢痕拘縮に対する全く新しい皮弁Tetra-
combined∙Z-plastyの開発

NHO 長崎医療センター 藤岡 正樹

 P1-71-4∙ ∙ガイドラインが推奨するマージン以上で切除したにも関わらず再発した悪性
黒色腫の3例

NHO 長崎医療センター 古賀 一史

 P1-71-5∙ ∙悪性の疑いを払拭できなかった急速増大するlobular∙capillary∙
hemangioma（pyogenic∙granuloma）の経験

NHO 長崎医療センター 古賀 一史

 P1-71-6∙ ∙高齢女性の頬部に発生したメルケル細胞癌の二例
NHO 長崎医療センター 西園 馨子

ポスター 72  ［ 患者指導・教育 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岡田 真澄 （NHO 北海道医療センター 看護師長）

 P1-72-1∙ ∙記憶障害を来した患者へのPD自己管理再開に向けた関わり
国立循環器病研究センター 永松 智子

 P1-72-2∙ ∙独居高齢者の在宅酸素療法指導について～患者の生活に合わせた指導、関わ
り～

NHO 南京都病院 永吉 春楠

 P1-72-3∙ ∙パーキンソン症候群患者の症状改善に向けた援助～退院後の体操継続を目指
して～

NHO 大阪医療センター附属看護学校 田倉 美咲

 P1-72-4∙ ∙構音障害がある対象への舌の機能訓練における効果的な指導方法
NHO 大阪医療センター附属看護学校 保田 真柚子

 P1-72-5∙ ∙糖尿病患者の退院に向けた血糖コントロールについての教育指導
NHO 南和歌山医療センター 坂本 崚輔

 P1-72-6∙ ∙事前訪問とパンフレット指導による透析導入期患者の自尊感情の変化
NHO 岡山医療センター 西村 真理子

 P1-72-7∙ ∙乳腺専門医と乳がん看護認定看護師が協働した患者教室の開催報告
NHO 京都医療センター 荒木 由香里
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ポスター 73  ［ 地域・在宅看護 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：松下 裕子 （NHO 愛媛医療センター附属看護学校 教育主事）

 P1-73-1∙ ∙看護学校における地域アセスメントに関する学習の検討～レポート分析から～
NHO 姫路医療センター附属看護学校 仙波 伊知子

 P1-73-2∙ ∙地域・在宅看護論実習において地域連携室での実習で得られた看護学生の学び
NHO 呉医療センター附属呉看護学校 小山 仁一

 P1-73-3∙ ∙ICT教材を活用した地域・在宅看護における学生の学び
NHO 都城医療センター附属看護学校 草原 麻紀

 P1-73-4∙ ∙1年次の地域・在宅看護対象論において学生が「暮らし」を理解するための工
夫～学生自身の「健康」と「暮らし」をもとに考える効果～

NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校 三田地 泉美

 P1-73-5∙ ∙地域の高齢者の住みやすさの実態に関する学生の学び
NHO 都城医療センター附属看護学校 一柳 明日香

 P1-73-6∙ ∙「暮らす」や「支えあって生きる」ことの理解を促す授業方法の検討
NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校 青樹 智美

 P1-73-7∙ ∙災害訓練の学びを深めるための学習支援
NHO 大阪医療センター附属看護学校 桑原 愛子

ポスター 74  ［ 放射線治療1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：坂田 潤一 （NHO 熊本医療センター）

 P1-74-1∙ ∙DirectDensityを利用した個別最適化画像による高精度放射線治療の基礎的
検討

NHO 大阪医療センター 進藤 雅之

 P1-74-2∙ ∙前立腺癌に対する強度放射線治療（IMRT）における膀胱用超音波画像診断装
置の有用性

NHO 姫路医療センター 福田 彩華

 P1-74-3∙ ∙放射線治療の品質管理におけるIC∙Profi∙lerの役割
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 岩本 笑佳

 P1-74-4∙ ∙円筒型半導体検出器における至適CT値の決定
NHO 京都医療センター 松本 一繁

 P1-74-5∙ ∙円筒型半導体検出器を用いた異なる線量計算アルゴリズムによる患者QAの
比較

NHO 京都医療センター 戸川 謙太
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 P1-74-6∙ ∙平面検出器を用いた簡易的なMLC相対位置精度の評価法の検討
NHO 四国がんセンター 藤田 芳規

 P1-74-7∙ ∙胸部VMAT（Volumetric∙Modulated∙Arc∙Therapy）における胸水が与え
る線量分布への影響

国立がん研究センター中央病院 畑 瑠夏

ポスター 75  ［ リハビリテーション8　作業療法　脳疾患 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小坂 佳子 （NHO 岩手病院 作業療法士長）

 P1-75-1∙ ∙意識障害が遷延した心原性脳塞栓症患者に対し反復した成功体験の獲得に着
目したアプローチを実施し心身機能とADLが改善した一例

NHO 舞鶴医療センター 手島 海斗

 P1-75-2∙ ∙脳梗塞により重度四肢麻痺を呈し抑うつ傾向となった急性期患者に対する、
早期パソコン操作獲得によりQOL向上を目指した一例

NHO 千葉医療センター 鈴木 光流

 P1-75-3∙ ∙左被殻出血により注意機能障害を呈した症例にVR神楽を導入し、更衣動作
自立につながった一例

NHO 鳥取医療センター 小田 渉

 P1-75-4∙ ∙非麻痺側での過度な押し返しが生じた重度Pusher現象症例に対し、腹臥位
療法を実施した経験

NHO 名古屋医療センター 那須野 輔

 P1-75-5∙ ∙Pushingにより姿勢保持に難渋した症例
NHO 大阪医療センター 藤井 ひかり

 P1-75-6∙ ∙当院における急性期脳損傷患者自動車運転評価の現状と課題
NHO 九州医療センター 山重 佳

 P1-75-7∙ ∙脳血管障害患者の運転再開状況についてアンケートを用いた調査
NHO 栃木医療センター 中津川 泰生

ポスター 76  ［ 病院運営1　事務管理領域 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：駒田 裕一 （NHO 兵庫あおの病院 事務部長）

 P1-76-1∙ ∙病院トイレの改修による効果
NHO 本部 諸岡 賢治

 P1-76-2∙ 演題取り下げポ
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 P1-76-3∙ ∙自動音声案内導入に伴う電話交換業務効率化について
NHO 舞鶴医療センター 増本 照明

 P1-76-4∙ 演題取り下げ

 P1-76-5∙ ∙病院内売店の満足度向上について考える
NHO 舞鶴医療センター 村田 昌史

 P1-76-6∙ ∙メディカルアシスタント室を有効活用したがん専門病院のPatient∙fl∙ow∙
management

国立がん研究センター東病院 上野 あずさ

 P1-76-7∙ ∙病棟担当制導入の効果について
NHO 長崎病院 峰松 俊介

ポスター 77  ［ 医療の質と医療安全 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渋谷 博美 （NHO 大阪医療センター 麻酔科／副院長）

 P1-77-1∙ ∙安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率を上げるために
NHO あきた病院 金澤 郁夫

 P1-77-2∙ ∙「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率」の目標達成に向けた
取り組み

NHO 横浜医療センター 小井土 啓一

 P1-77-3∙ ∙安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導実施率改善への取り組み
NHO 熊本医療センター 中尾 佳世

 P1-77-4∙ ∙院内の独自指標を用いたハイリスク薬に対する薬剤管理指導の実施率への取
り組み

NHO 沖縄病院 津曲 恭一

 P1-77-5∙ ∙RRSのための院内急変コール入院症例における重要課題の模索
NHO 南和歌山医療センター 橋爪 俊和

 P1-77-6∙ ∙モニターアラームコントロールチーム活動報告－医師の立場から
NHO 下志津病院 三方 崇嗣

 P1-77-7∙ ∙病院内でのHazardous∙drugs投与方法の違いが保険薬局における抗がん薬
曝露状況に及ぼす影響：実態調査

国立国際医療研究センター／国立高度専門医療研究センター 小室 雅人
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ポスター 78  ［ 地域連携・地域包括ケア4 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：兒玉 真穂 （NHO 高松医療センター 地域医療連携室係長）

 P1-78-1∙ ∙病棟看護師と退院支援看護師の退院支援に関するよりよい連携を考える∙―
退院支援に関する認識の実態調査を通して―

NHO 高崎総合医療センター 志村 祐香

 P1-78-2∙ ∙地域連携部門と外来部門との在宅支援における連携の取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 前田 菜緒

 P1-78-3∙ ∙退院時情報共有シート（看護要約）活用時の実態
NHO 都城医療センター 清水 和彦

 P1-78-4∙ ∙入退院支援センターにおける多職種連携の課題
NHO 舞鶴医療センター 櫻井 淳奈

 P1-78-5∙ ∙病院とケアマネジャーとの連携の在り方―看護サマリーの記載や退院支援に
ついてのインタビュー調査―

NHO 村山医療センター 井筒 実里

 P1-78-6∙ ∙病棟・外来間の情報共有ツールを用いた継続看護充実への取り組み
NHO 熊本再春医療センター 古賀 恵美

 P1-78-7∙ ∙継続看護に必要な看護サマリーのあり方の検討
NHO 愛媛医療センター 山下 由

ポスター 79  ［ 重症心身障害　在宅支援・日中活動1 ］
15:00～15:35 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：佐村 知哉 （NHO 奈良医療センター 療育指導室長）

 P1-79-1∙ ∙動く重症心身障がい病棟における強度行動障害を呈した患者への対応～ベテ
ラン看護師の対応に至る視点に焦点をあてて～

NHO 賀茂精神医療センター 石川 倫章

 P1-79-2∙ ∙利用者理解から始まる、安心への第一歩
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 木之下 幸

 P1-79-3∙ ∙「院外・院内レクリエーションについて重症心身障害児者の家族への意向調
査」

NHO 鈴鹿病院 山村 愛

 P1-79-4∙ ∙重症心身障害児者病棟の今　～終末期を迎えられる患者への療育支援と家族
支援～

NHO 奈良医療センター 松原 珠理
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 P1-79-5∙ ∙12年ぶりの措置委託患児を受け入れて　～入院から転院までの状況を振り
返って～

NHO 奈良医療センター 松井 愛

 P1-79-6∙ ∙重症心身障害児者のための感覚統合評価表の試作とその有効性の検証
NHO いわき病院 鈴木 萌日

 P1-79-7∙ ∙虐待疑い事例に対する多職種との連携～親子の気持ちに寄り添う支援～
NHO 紫香楽病院 田中 笑

ポスター 80  ［ ソーシャルワーク2 ］
15:00～15:40 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：坂本 はと恵 （国立がん研究センター東病院 ソーシャルワーカー室長）

 P1-80-1∙ ∙地域のヘルスリテラシー向上に向けたソーシャルワーク実践～病院と図書館
の協働～

NHO 名古屋医療センター 瀬口 理恵

 P1-80-2∙ ∙ソーシャルワークの4原理を実践で一つの流れに整理する試案
NHO 松江医療センター 松本 昌広

 P1-80-3∙ 演題取り下げ

 P1-80-4∙ ∙リハビリ転院患者の平均在院日数短縮にむけて
NHO 大阪医療センター 吉田 香葉

 P1-80-5∙ ∙当院の重症心身障害児者、医療的ケア児者に対するソーシャルワーカーがか
かわった事業が果たしてきた役割と期待されている役割

NHO 下志津病院 川口 由紀子

 P1-80-6∙ ∙治療と仕事の「両立支援相談窓口」における取組みと実態
NHO 熊本医療センター 三浦 由江

 P1-80-7∙ ∙「柳井圏域において地域で生活している重症心身障害児（者）及び医療的ケア
を必要としている障害福祉サービス利用者の状況について」

NHO 山口宇部医療センター 上田 祐希菜

 P1-80-8∙ ∙入院を契機とし社会生活上の課題について支援体制を構築した一事例
NHO 姫路医療センター 小寺 唯加
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ポスター 81  ［ 働き方改革2 ］
15:00～15:40 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：水野 実 （NHO 近畿グループ 参事（労務担当））

 P1-81-1∙ ∙消化器外科医師事務作業補助者（MA）によるNCDの取り組み-入院支援室
への介入に向けて-

NHO 三重中央医療センター 岡田 京子

 P1-81-2∙ ∙薬剤助手へのタスクシフトによる業務改善の取り組みについて
NHO 舞鶴医療センター 田村 憲昭

 P1-81-3∙ ∙JNPへのタスクシフトによる医師業務の負担軽減効果
NHO 仙台医療センター 茂木 綾子

 P1-81-4∙ ∙看護補助者業務を見える化しタスクシフト/タスクシェアに向けた取り組み
NHO 岡山医療センター 今田 真由美

 P1-81-5∙ ∙入院支援室における医師事務作業補助者の役割
NHO 三重中央医療センター 宮本 由季

 P1-81-6∙ ∙特定行為研修修了看護師育成のための事務的支援について
NHO 舞鶴医療センター 宮澤 純一

 P1-81-7∙ ∙予約受付センターの課題解決について
NHO 舞鶴医療センター 明比 雅人

 P1-81-8∙ ∙診療看護師（JNP）の配属初期の役割構築に向けた前向き検討∙－Will-Can-
Mustフレームワークを用いた目標達成戦略アプローチ－

NHO 長崎医療センター 溝上 佳史

ポスター 82  ［ CT基礎・応用/被ばく低減 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：宮本 宏太 （NHO 盛岡医療センター 撮影透視主任）

 P1-82-1∙ ∙同一ファントムおよび解析システムを用いた多施設間におけるCTの画質並
びに線量の評価

NHO 熊本医療センター 井手口 大地

 P1-82-2∙ 演題取り下げ

 P1-82-3∙ ∙320列∙area∙detector∙CT∙における異なる検出器構成を用いたヘリカルス
キャンに対する時間分解能及びアーチファクトの検討

NHO 災害医療センター 菊地 樹大

 P1-82-4∙ ∙外傷頭部CTでのスキャンモード変化時に影響するノイズ特性評価について
の検討～ Helical∙ScanとVariable∙Helical∙Pitch∙Scanの比較～

NHO 名古屋医療センター 青山 峻也
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 P1-82-5∙ ∙臓器の感受性を考慮した被ばく低減機構を用いた頭部CT撮影における線量
低減の検討

NHO 高知病院 久保田 帆貴

ポスター 83  ［ 病理検査1 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山下 美奈 （NHO 豊橋医療センター 臨床検査科臨床検査主任技師）

 P1-83-1∙ ∙盲腸原発Clear∙cell∙carcinomaの一例
NHO 旭川医療センター 玉川 進

 P1-83-2∙ ∙一般検査が契機となり癌性胸膜炎が疑われた1症例
NHO 栃木医療センター 高橋 理紗

 P1-83-3∙ ∙乳癌におけるDual∙Color∙ in situ ∙Hybridization法（DISH法）の検討
NHO 名古屋医療センター 伊藤 綾音

 P1-83-4∙ ∙肺腺癌に肺クリプトコックス症を合併した稀な1例
NHO 嬉野医療センター 原 詩織

 P1-83-5∙ ∙致死的な経過をたどったTAFRO症候群の一例
NHO 嬉野医療センター 末兼 和佳

ポスター 84  ［ クリティカルパス ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：豊山 美由紀 （NHO 大阪医療センター 看護師長）

 P1-84-1∙ ∙「癒着性腸閉塞」パスの退院時バリアンス方式の分析事例について
NHO 京都医療センター 東野 和美

 P1-84-2∙ ∙紙パスから電子カルテクリティカルパス移行への取り組み
NHO 沖縄病院 小渡 美奈子

 P1-84-3∙ ∙周辺症状が顕著な認知症患者とその家族への認知症クリティカルパスの有効性
NHO 榊原病院 伊藤 ありす

 P1-84-4∙ ∙難治性肺MAC症に対するアミカシン硫酸塩吸入製剤導入クリティカルパス
の作成

NHO 大阪刀根山医療センター 本城 綾子

 P1-84-5∙ ∙クリニカルパス見直しによるベンゾジアゼピン系薬剤の縮減
NHO 東京医療センター 目黒 康平
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ポスター 85  ［ HIV・抗酸菌・新型コロナウイルス1 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：四方 文子 （NHO 舞鶴医療センター 看護師長）

 P1-85-1∙ ∙HIV陽性者の療養支援と地域の暮らしを支えるための連携
NHO 大阪医療センター 東 政美

 P1-85-2∙ ∙ヘルスケア・アートが患者に及ぼす影響について
NHO 東名古屋病院 山内 美和

 P1-85-3∙ ∙COVID-19が5類移行後若手看護師に生じた不安やストレス
NHO 東広島医療センター 大部 知史

 P1-85-4∙ ∙新型コロナウイルス感染症病棟に勤務する中堅看護師の体験と想い
NHO 岡山医療センター 松本 麻希

 P1-85-5∙ ∙がん罹患中の新型コロナウイルス感染症患者に対して急変時対応ができる病
棟を目指した取り組み

国立がん研究センター中央病院 大久保 晴明

ポスター 86  ［ 経営改善・AI・その他 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：丸山 裕稔 （NHO 熊本医療センター 放射線科診療放射線技師長）

 P1-86-1∙ ∙二部門連係による頸動脈エコー検査の立ち上げと経過
NHO 紫香楽病院 四丸 真俊

 P1-86-2∙ ∙フルカラー3Dプリンターと、カラーフィラメントを活用した3Dプリンター
の腎臓3D模型作成における作業効率化とコストの検討

NHO 北海道がんセンター 松田 毅

 P1-86-3∙ ∙Mazor∙Xによる脊椎ロボットを使用した手術支援について
NHO 岡山医療センター 山内 勇人

 P1-86-4∙ ∙当院におけるAI技術を用いた画像病変検出ソフトウェアの有用性の比較検討
NHO 舞鶴医療センター 吉森 心樹

 P1-86-5∙ ∙限局性皮質異形成に対するNeurite∙Orientation∙Dispersion∙and∙Density∙
Imaging（NODDI）を用いた術前画像解析

NHO 岡山医療センター 近藤 聡彦

 P1-86-6∙ ∙中国四国グループ内診療放射線技師実習技能研修（一般撮影等基礎）の紹介
NHO 岡山医療センター 宮川 真治
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ポスター 87  ［ リハビリテーション9　理学療法　医療安全・チーム医療 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岡田 直秀 （NHO 大阪医療センター リハビリテーション科副理学療法士長）

 P1-87-1∙ ∙リハビリテーション科医療安全の取り組み　～「気づき」の情報共有と意識
向上をめざして～

NHO 神戸医療センター 山本 洋史

 P1-87-2∙ ∙リハビリテーション科で発生した過去3年間のインシデントから考える医療
安全への取り組みについて

NHO 神戸医療センター 杉島 里子

 P1-87-3∙ ∙急性期病院における転倒・転落とFrail∙CS-10∙、BAADの関係～今後の研究
に繋げるために～

NHO 敦賀医療センター 荒木 貴光

 P1-87-4∙ ∙転倒転落防止に向けたリハビリテーション科と看護部との連携～環境調整依
頼表導入による転倒転落の報告～

NHO 指宿医療センター 原口 晋一

 P1-87-5∙ ∙排尿ケアチーム療法士としてのリハビリテーション科への取り組み～排尿ケ
アチーム介入で排尿自立まで改善した1症例～

NHO 水戸医療センター 淺野 花耶子

 P1-87-6∙ ∙当院の骨粗鬆症チームにおける理学療法士の活動
NHO 大阪刀根山医療センター 大道 憲二

ポスター 88  ［ リハビリテーション10　作業療法　小児疾患 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：古田島 直也 （国立精神・神経医療研究センター病院 身体リハビリテーション部副身体作業療法士長）

 P1-88-1∙ ∙脳性麻痺乳児の離乳食開始を多職種で協働し経口からの楽しみを拡げられた
事例

NHO 富山病院 富田 萌

 P1-88-2∙ ∙書字障害を呈する児童に対するWAVESの実施
NHO 長良医療センター 梅村 真由美

 P1-88-3∙ ∙後弓反張様の反り返りを有する脳性麻痺患者の至適食事姿勢に関する検討
NHO 七尾病院 成瀬 航

 P1-88-4∙ ∙小児期に外科的治療を受けたてんかん患者の通園・通学の実態調査
国立精神・神経医療研究センター 山野 真弓

 P1-88-5∙ ∙神経発達症児のへの外来リハビリテーション始動~地域医療支援の取り組
みとして~

NHO 和歌山病院 薗畑 勇佑
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 P1-88-6∙ ∙SEIQoL-DWを用いた小児がんの子どもを持つ母親の主観的QoL評価
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 小椋 昌美

ポスター 89  ［ リハビリテーション11　言語聴覚療法　コミュニケーション ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：飯高 玄 （国立循環器病研究センター 主任言語聴覚士）

 P1-89-1∙ ∙小脳梗塞により重度末梢性顔面神経麻痺を呈した一症例
NHO 東埼玉病院 田中 碧

 P1-89-2∙ ∙脳梗塞により失語症を呈した症例における訓練経過と失語症状の変化について
NHO 京都医療センター 西沢 拓也

 P1-89-3∙ ∙心原性脳塞栓症による右半球損傷によって交叉性失語を呈した症例
NHO 舞鶴医療センター 多田 英喜

 P1-89-4∙ ∙左被殻出血により復唱障害が残存した皮質下性失語の一症例
NHO 舞鶴医療センター 江橋 洋平

 P1-89-5∙ ∙AIDS進行性多巣性白質脳症（PML）による感覚性失語を呈し自宅退院までア
プローチした1例

NHO 仙台医療センター 高野 慶子

 P1-89-6∙ ∙耳鳴患者に対する教育と音響療法の効果
NHO 金沢医療センター 清水 聡子

ポスター 90  ［ リハビリテーション12　人材育成 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中橋 聖一 （NHO 名古屋医療センター 言語聴覚士長）

 P1-90-1∙ ∙オンラインによる施設間交流の試み～若手交流の場として～
NHO 山形病院 阿部 透

 P1-90-2∙ ∙外国人医療従事者にとって困難なこと－外国人理学療法士としての経験から－
NHO 紫香楽病院 許 師藺

 P1-90-3∙ ∙臨床実習期間中のChatGPT使用状況について
NHO 大阪刀根山医療センター 林田 佳一

 P1-90-4∙ ∙2年目PT教育評価シート導入と結果
NHO 京都医療センター 増田 圭亮

 P1-90-5∙ ∙人材育成の活動報告
NHO 東京病院 鈴木 勇紀

 P1-90-6∙ ∙他職種向け研修を通して見えてきた、これからの言語聴覚士の像
NHO 霞ヶ浦医療センター 鈴木 悠史
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ポスター 91  ［ 人材 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：藤田 貴子 （NHO 姫路医療センター 企画課長）

 P1-91-1∙ ∙他部門との連携を通じ、一歩踏み込んだ契約部門における経費削減の取組み
について

NHO 甲府病院 渡邉 さとみ

 P1-91-2∙ ∙本気が変える!　保育所運営ものがたり～ここから始まる新たな1ページ～
NHO 花巻病院 菊地 望

 P1-91-3∙ ∙障がい者雇用部署での新規業務を立ち上げて
国立精神・神経医療研究センター 向田 慎吾

 P1-91-4∙ ∙医療機関における障がい者雇用の実践報告～ 5年目を迎えた当院の実情と今
後の課題

国立精神・神経医療研究センター 森田 三佳子

 P1-91-5∙ ∙「1組織2病院」における業務効率化の展望
NHO とくしま医療センター東病院 酒井 秀輝

 P1-91-6∙ ∙働きやすい職場づくり・見える化の一工夫～障がい者就労部署における実践例
国立精神・神経医療研究センター 森田 三佳子

ポスター 92  ［ 患者サービス ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渋谷 憲 （NHO 京都医療センター 管理課長）

 P1-92-1∙ ∙病院食満足度向上を目指して～食改善プロジェクト～
NHO 九州医療センター 平山 愛実

 P1-92-2∙ ∙筋ジス外来患者における通信機器を用いた栄養食事指導のベネフィット
NHO 大牟田病院 青堀 尚子

 P1-92-3∙ ∙特別メニューの選択からみた当院入院患者の嗜好と今後の課題
NHO さいがた医療センター 大野 花蓮

 P1-92-4∙ ∙高齢化率38％の圏域におけるA病院の入院前支援の現状～介入患者増加に
向けた取り組み～

NHO 浜田医療センター 田向 幸

 P1-92-5∙ ∙依存症患者が支援とつながり続けるために∙～作業療法プログラムの満足度
調査から見えたこと～

NHO 久里浜医療センター 知念 成美

 P1-92-6∙ ∙広報活動報告～南京都ヲアピールセヨ～
NHO 南京都病院 廣瀬 翔
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ポスター 93  ［ 医療の質と新しい取り組み ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：深澤 恵児 （NHO 三重中央医療センター 脳神経外科医長）

 P1-93-1∙ ∙腹腔鏡下折鶴トレーニングについて～ 1000羽作成して～
NHO 嬉野医療センター 上田 康史

 P1-93-2∙ ∙HAL治療の質の向上と発展のために－つくばロボケアセンターの講習を経
て－

NHO 宮崎東病院 椎木 陽啓

 P1-93-3∙ ∙脳深部刺激療法
NHO 奈良医療センター 坂東 和晃

 P1-93-4∙ ∙ISO15189：2022規格　移行審査に向けての取り組み
国立国際医療研究センター病院 長島 恵子

 P1-93-5∙ ∙組織内における心理的安全性の醸成に向けた取り組み～副看護師長として活
動した1分間スピーチ導入後の変化～

NHO 長崎医療センター 瀧口 尚

 P1-93-6∙ ∙自施設でジェネラリストを目指して～特定行為研修中に受講内容を意識した
看護実践を振り返る～

NHO 函館病院 武田 実優

ポスター 94  ［ 医療の質と抗菌薬 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：下城 康史 （NHO 大阪医療センター 診療情報管理係長）

 P1-94-1∙ ∙臨床評価指標における診療情報管理士の役割
NHO 呉医療センター 赤木 涼太郎

 P1-94-2∙ ∙慢性期病院における「NHO臨床評価指標」と「JCQHC医療の質可視化プロ
ジェクト」の比較

NHO 東埼玉病院 齊藤 晶子

 P1-94-3∙ ∙広域スペクトル抗菌薬投与患者に対する細菌培養実施率の向上を目指した取
り組み

NHO 渋川医療センター 篠原 友理

 P1-94-4∙ ∙レセプトデータを用いた医療の質改善事業におけるデータ分析～広域スペク
トル抗菌薬の適正使用に着目したPDCA活動～

NHO 東埼玉病院 鈴木 瑛梨

 P1-94-5∙ ∙血液培養2セット実施率のデータ検証について
NHO 災害医療センター 宮原 理恵ポ
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 P1-94-6∙ ∙当院の「臨床評価指標100がん患者の周術期医科歯科連携実施率」への取り
組み

NHO 京都医療センター 東野 和美

ポスター 95  ［ 支持療法・緩和医療2 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）
座長：杉林 宏美 （NHO 神戸医療センター 副看護師長緩和ケアチーム専従看護師（緩和ケア認定看護師））

 P1-95-1∙ ∙がん患者における倦怠感への看護介入の振り返り
NHO 信州上田医療センター 小田切 里緒

 P1-95-2∙ ∙患者の思いを支える多職種連携協働
NHO 千葉医療センター 高坂 彩乃

 P1-95-3∙ ∙がん患者が抱えるスピリチュアルペインに着目した関わりの検討～緩和ケア
チームで「言葉」をひろう取り組みを通して～

NHO 熊本医療センター 大塚 美里

 P1-95-4∙ ∙看取りの場面に家族が立ち会うことができなかった2事例からの学び
NHO 長良医療センター 中川 莉佳子

 P1-95-5∙ ∙傾聴とセルフマッサージの効果
NHO 函館病院 山村 二三江

 P1-95-6∙ ∙アドバンスケアプランニングに基づき、患者と家族の希望を地域と共に支える
NHO 三重中央医療センター 中村 めぐみ

ポスター 96  ［ 下部消化管疾患2 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：徳山 信嗣 （NHO 大阪医療センター 外科）

 P1-96-1∙ ∙高齢者pStageIII大腸癌根治切除症例における術後治療の現状と長期成績の
検討

NHO 関門医療センター 吉田 晋

 P1-96-2∙ ∙術前診断し腹腔鏡下に整復したS状結腸間膜窩ヘルニアの1例
NHO 米子医療センター 生水 颯

 P1-96-3∙ ∙腹腔鏡下腹部手術後における早期離床を困難にする要因
NHO 南和歌山医療センター 田川 駿斗

 P1-96-4∙ ∙ストーマ患者のセルフケア自己効力感向上に向けた取り組み ‐ ストーマセ
ルフケア計画表を使用して患者の視点から見た有用性 ‐

NHO 南和歌山医療センター 山本 友香 ポ
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 P1-96-5∙ ∙全内蔵逆位症と腸回転異常症を合併し、腸重積をきたし肛門まで脱出した盲
腸癌の1例

NHO 福山医療センター 岡林 弘樹

 P1-96-6∙ ∙下腸間膜動脈根部処理を伴う腹腔鏡下S状結腸切除により難治性吻合部狭窄
を生じたPersistent∙descending∙mesocolonの1例

NHO 北海道医療センター 佐藤 友美子

ポスター 97  ［ 免疫、感染症-症例報告2 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小田垣 孝雄 （NHO 京都医療センター 感染制御部・総合診療科部長）

 P1-97-1∙ ∙発熱と尿閉が先行し尿路感染症との鑑別を要したヘルペス脳炎の1例：髄膜
炎尿閉症候群

NHO 米子医療センター 池内 智行

 P1-97-2∙ ∙同日5回の交通事故を契機に診断に至った出血性脳塞栓症を伴う感染性心内
膜炎の一例

NHO 横浜医療センター 植木 理絵

 P1-97-3∙ ∙子宮内感染を契機とした侵襲性インフルエンザ菌感染症症例
NHO 小倉医療センター 楠 千恵子

 P1-97-4∙ ∙アキレス腱断裂縫合術後感染に閉鎖性陰圧療法を行った1例
NHO 埼玉病院 栩木 弘和

 P1-97-5∙ ∙肛門からの虫体排泄を契機として無鉤条虫症と診断できた一例
NHO 嬉野医療センター 武藤 潤

 P1-97-6∙ ∙甲殻類が原因と考えられた職業性喘息の1例
NHO 南岡山医療センター 谷本 安

ポスター 98  ［ 歯科口腔外科の現状 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小田 知生 （NHO 名古屋医療センター 歯科口腔外科医長）

 P1-98-1∙ 演題取り下げ

 P1-98-2∙ ∙知的障害特別支援学校における学校歯科健康診断の実態調査~医療圏別う
蝕罹患状況~

NHO 金沢医療センター 島田 真菜美

 P1-98-3∙ ∙当科での静脈内鎮静法実施症例におけるCOVID-19禍の影響
NHO 金沢医療センター 丸川 浩平ポ
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 P1-98-4∙ ∙下咽頭に脱落した歯ブラシの緊急摘出手術で気道管理に苦慮した一例
NHO 相模原病院 伊藤 壮平

 P1-98-5∙ ∙陳旧性顎関節脱臼に対して観血的整復術及び脱臼防止術を施行した一例
NHO 大阪医療センター 百瀬 久尚

 P1-98-6∙ ∙国立病院機構に従事する歯科衛生士の勤務実態に関する調査
NHO 北海道がんセンター 江戸 美奈子

ポスター 99  ［ 精神疾患1　医療観察・終末期医療 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：重常 一代 （NHO 福岡東医療センター 副看護部長）

 P1-99-1∙ ∙医療観察法病棟におけるケアコーディネーターの役割認識についてのの実態
調査

NHO 北陸病院 畠山 督道

 P1-99-2∙ ∙通院複雑事例の特徴に関する全国調査－医療観察法再入院事例を中心に－
NHO 琉球病院 前上里 泰史

 P1-99-3∙ ∙医療観察法病棟における対象者向け家族プログラムの実践
NHO 肥前精神医療センター 砥上 恭子

 P1-99-4∙ ∙医療観察法病棟における入院処遇中の対象者の終末期ケアに関わった受け持
ち看護師が抱えたモヤモヤ感

NHO 東尾張病院 江口 三貴

 P1-99-5∙ ∙精神科における精神疾患患者への終末期看護に対する看護師の思い
NHO やまと精神医療センター 黒瀬 百香

 P1-99-6∙ ∙精神科病棟での終末期看護の意味∙～慣れ親しんだ病棟での統合失調症を患
う長期入院患者を看取って～

NHO 榊原病院 木南 里菜

ポスター 100  ［ 災害医療・DMAT・DPAT3 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：阿部 正樹 （NHO 近畿中央呼吸器センター 副薬剤部長）

 P1-100-1∙ ∙当院NHO医療班活動時の能登半島地震被災者へのお薬手帳の所持及び服薬
状況調査

NHO 盛岡医療センター 阿部 憲介

 P1-100-2∙ ∙国立病院機構の薬剤師が被災地支援をするために
NHO 高崎総合医療センター 及川 瞬

 P1-100-3∙ ∙ハイブリットな災害訓練の効果と当院の課題
NHO 浜田医療センター 當田 晶子
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 P1-100-4∙ ∙当院におけるBCP（第2版）の活用に向けた取り組み
NHO 東尾張病院 山本 哲裕

 P1-100-5∙ ∙栄養管理に関する災害対策マニュアルの妥当性
NHO 七尾病院 八長 千尋

 P1-100-6∙ ∙感染症病棟における非日本語話者の病院避難に関する問題点と改善策
NHO 三重中央医療センター 別府 萌恵

ポスター 101  ［ 看護業務2 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：松下 智子 （NHO あわら病院 看護師長）

 P1-101-1∙ ∙初回化学療法実施後にIRを発現した患者の特徴～ HP+DTX療法を施行した
乳癌患者～

NHO 水戸医療センター 中山 舞

 P1-101-2∙ ∙A病院の外来化学療法室の現状と課題
NHO 函館病院 猪狩 泰子

 P1-101-3∙ ∙がん化学療法により脱毛が生じる患者に対する看護援助の実態と看護師の認
識～勉強会を実施したことによる実態と認識の変化について～

NHO 都城医療センター 諸留 彩可

 P1-101-4∙ ∙口蓋がん患者の危機段階を踏まえた疾患受容を支える援助について
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 米森 久美子

 P1-101-5∙ ∙小児がんの患児を看護することを通して変化する看護師の思い
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 山下 友美

 P1-101-6∙ ∙乳癌検診受診率向上を目指した取り組み
NHO 函館病院 伊藤 みずえ

 P1-101-7∙ ∙がん性疼痛管理における意識の向上を目指して～勉強会前後のアンケート調
査から見えた現状と今後の課題～

NHO 名古屋医療センター 岡本 亜祐美

ポスター 102  ［ 調査報告 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山西 香織 （国立循環器病研究センター 副薬剤部長）

 P1-102-1∙ ∙ヨード造影剤投与を契機としてKounis症候群を発症した一症例
NHO 鹿児島医療センター 杉尾 由希子

 P1-102-2∙ ∙脳結核を併発した粟粒結核患者に脳への移行性を考慮した薬物治療が奏功し
た一例

NHO 大牟田病院 福澤 美夕
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 P1-102-3∙ ∙重症心身障害児（者）家族への薬剤管理指導に対するアンケート調査
NHO 紫香楽病院 高良 恵理

 P1-102-4∙ ∙当院における血糖降下薬使用患者における低血糖・シックデイに関する認識
度調査

NHO 福岡東医療センター 江頭 順子

 P1-102-5∙ ∙エンパグリフロジン服用患者における心血管イベント発生率に対するBMI
の影響についての調査

NHO 長崎医療センター 福嶋 尚子

 P1-102-6∙ ∙腹腔鏡下胆嚢摘出術における術後硬膜外鎮痛法の使用状況についての調査
NHO 東近江総合医療センター 足立 茉望

 P1-102-7∙ ∙全自動秤量散薬分包機Di ‐ 32の効果的な運用方法の検討
NHO 新潟病院 中村 舞奈

ポスター 103  ［ リハビリテーション13　作業療法　作業療法士の可能性 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中川 恵嗣 （NHO 沖縄病院 主任作業療法士）

 P1-103-1∙ ∙当院における循環器疾患の患者への作業療法介入：処方件数と実施単位数の
推移

NHO 三重中央医療センター 内藤 若菜

 P1-103-2∙ ∙頭部外傷により発動性低下・注意障害を呈した症例～食事動作の獲得を目指
した他職種連携の取り組み～

NHO 村山医療センター 清水 友乃

 P1-103-3∙ ∙頚髄損傷C6B2患者の自己導尿について　自助具の違いとSCIMの比較
NHO 村山医療センター 桑原 瑳雪

 P1-103-4∙ ∙IVMP後のMOG抗体陽性脊髄炎患者に対するADL拡大を目的とした介入
NHO 福岡東医療センター 大黒 陽蔵

 P1-103-5∙ ∙本態性振戦患者の生活行為と上肢機能の関連
NHO 福島病院／ NHO 宮城病院 佐々木 千波

 P1-103-6∙ ∙ウット®過剰内服後に末梢神経障害を合併した症例
NHO 東京病院 水沼 奈津子

 P1-103-7∙ ∙TAKASAKI∙Prehabilitation　術前指導の標準化に向けた取り組み
NHO 高崎総合医療センター 佐藤 優
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ポスター 104  ［ 病院運営2　事務管理領域 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：倉貫 弘務 （NHO 宇多野病院 企画課長）

 P1-104-1∙ ∙不当要求、迷惑行為を繰り返す患者に警告書を交付した事例について
NHO 横浜医療センター 鎌田 洋

 P1-104-2∙ ∙院内広報誌「きらり」発行の試みと可能性　～読まれる院内広報誌を目指し
て～

NHO 横浜医療センター 高瀬 昌浩

 P1-104-3∙ ∙患者用無線ネットワーク導入における現状と課題について
NHO 愛媛医療センター 豊田 実咲

 P1-104-4∙ ∙敷地内連携ホテルの実績と課題
国立がん研究センター東病院 菅 俊文

 P1-104-5∙ ∙働きやすい職場作りを目指した取り組み～あいさつはチーム作りの第一歩～
NHO 兵庫中央病院 門脇 知恵子

 P1-104-6∙ ∙入院患者説明ツール（ポケさぽ）の導入による患者サービスの向上及び業務
改善の取り組みについて

NHO 東広島医療センター 樋口 智之

 P1-104-7∙ ∙マイナ保険証利用率向上のための取り組み
NHO 松江医療センター 後口 征司

ポスター 105  ［ 循環器疾患1　心不全 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：長谷川 浩二 （NHO 京都医療センター 展開医療研究部長・NHO 心脳大血管グループリーダー）

 P1-105-1∙ ∙血行動態を確認後ビタミンB1補充治療を行った湿性脚気の1例
NHO 広島西医療センター 栗栖 智

 P1-105-2∙ ∙心不全兆候を呈し拡張型心筋症と虚血性心疾患の鑑別が困難であった2例
NHO 米子医療センター 萩原 大護

 P1-105-3∙ ∙左室内血栓を伴った心筋緻密化障害の一例
NHO 米子医療センター 大江 百香

 P1-105-4∙ ∙1か月後においても壁運動異常の回復がみられなかった非典型的たこつぼ症
候群の1例

NHO 広島西医療センター 藤井 勇気

 P1-105-5∙ ∙当院で経験した非典型的たこつぼ症候群の2症例
NHO 相模原病院 小林 翔太

 P1-105-6∙ ∙心不全面談後の患者・家族のセルフケアの実際と抱える思い
NHO 嬉野医療センター 松尾 知咲
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 P1-105-7∙ ∙多職種を交えた集団教育前後における心不全患者のセルフケアに関する研究
NHO 嬉野医療センター 喜多 真子

ポスター 106  ［ 重症心身障害　在宅支援・日中活動2 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：木下 皓介 （NHO 和歌山病院 主任保育士）

 P1-106-1∙ ∙重症心身障害者病棟におけるLINEアプリを活用した家族支援の導入
NHO 兵庫中央病院 茨 豊子

 P1-106-2∙ ∙オンラインを活用した日中活動支援意見交換会を実施して－九州グループ主
任保育士会の取り組み―

NHO 福岡病院 和才 裕子

 P1-106-3∙ ∙壮年期の重症心身障害者におけるトーキングエイドを活用したコミュニケー
ション

NHO 長良医療センター 大川 雄己

 P1-106-4∙ ∙医療型短期入所中における日中活動支援の実践
NHO 愛媛医療センター 須内 留美子

 P1-106-5∙ ∙成長発達期における児の夏あそびを実施して
NHO 愛媛医療センター 宮谷 智子

 P1-106-6∙ ∙「季節湯」を取り入れた入浴を実施して～日常生活に季節感と楽しさを～
NHO 釜石病院 佐久間 あずさ

 P1-106-7∙ ∙重症心身障害者病棟における日中活動支援強化の取り組み～コッターの組織
変革理論を用いて～

NHO 兵庫中央病院 石崎 光弘

ポスター 107  ［ 小児、成育医療1 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小川 昌宏 （NHO 三重中央医療センター 臨床研究部長 成育診療部長（併任））

 P1-107-1∙ 演題取り下げ

 P1-107-2∙ ∙低リン血症が見逃されていたFGF23関連低リン血症性くる病の一例
NHO 埼玉病院 相澤 舞

 P1-107-3∙ ∙肥満による中学生以降の脂肪肝の現状
NHO 甲府病院 内田 則彦

 P1-107-4∙ ∙急性中耳炎にS状静脈洞血栓症を合併した6歳女児例
NHO 埼玉病院 田村 茉友香
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 P1-107-5∙ ∙複雑型熱性けいれんにおける脳波異常の特徴に関する検討
NHO 岡山医療センター 井上 拓志

 P1-107-6∙ ∙Wernicke野をてんかん原性領域に含む薬剤抵抗性てんかんに対する焦点切
除術の切除範囲に苦慮した一例

NHO 長崎医療センター 谷口 裕太郎

ポスター 108  ［ 長寿医療 ］
15:35～16:10 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：西田 勝也 （NHO 兵庫中央病院 脳神経内科医長）

 P1-108-1∙ ∙当院における認知症ケアチームの取り組み
NHO 長崎病院 白石 裕一

 P1-108-2∙ ∙当院におけるレカネマブ診療体制の構築と実践
NHO 静岡てんかん・神経医療センター 小尾 智一

 P1-108-3∙ ∙認知症疾患医療センター運営のピア活動に関する研究
NHO 南和歌山医療センター 森 真菜美

 P1-108-4∙ ∙認知症ケアラウンドにおける非薬物療法の取り組みと効果について
NHO 兵庫中央病院 千坂 容子

 P1-108-5∙ ∙高齢者の入院による認知機能低下・負の感情への介入－介護主体の「交流」
を目的とした集団レクリエーションによる取り組み－

国立長寿医療研究センター 東 真奈美

 P1-108-6∙ ∙神経筋疾患患者の臨死期の様相～ 4事例を振り返る～
NHO 医王病院 高道 香織

 P1-108-7∙ ∙うつ病性仮性認知症の関わりと経過　～ ABCミーティング（ABC認知症ス
ケール）を通しての一症例～

国立療養所奄美和光園 二木 琢也

ポ
ス
タ
ー

132 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

108



プログラム
2日目

109



第
２
日
目

特別講演 1
10:30～11:30 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

 SL1∙ ∙ウェルビーイングと心理的安全性∙―幸せな働き方入門―
慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科／武蔵野大学ウェルビーイング学部 前野 隆司

特別講演 2
13:10～14:10 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：田中 英之 （NHO 大阪医療センター 事務部長）

大阪・関西万博と大阪府の健康づくりの取組み紹介

 SL2-1∙ ∙2025年∙大阪・関西万博～いのち輝く未来、大阪ヘルスケアパビリオンの
魅力～（講演）

 SL2-2∙ ∙健活10ソング・健活ダンスの紹介等

教育講演
9:00～10:00 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：奥村 明之進 （NHO 大阪刀根山医療センター 院長）

 EL∙ ∙幸福長寿をめざす老年医学
大阪労災病院 樂木 宏実

シンポジウム 17
8:30～10:00 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

座長：小林 佳郎 （NHO 東京医療センター 院長）

急性期病院の生き残りに向けて：10年後の姿とそこに向けての道のり

 SY17-1∙ ∙10年後に生き残るための診療情報に基づいた病院経営
NHO 都城医療センター 吉住 秀之

 SY17-2∙ ∙サステナブルな医療機関であるために；水戸医療センターより
NHO 水戸医療センター 米野 琢哉

 SY17-3∙ ∙自院の役割と健全経営を目指して ‐ 変える変わる佐賀病院-
NHO 佐賀病院 円城寺 昭人

 SY17-4∙ ∙経営改善指定病院からの脱却と高度急性期病院の実現と維持
NHO 災害医療センター 伊藤 豊

主
要
企
画

シ
ン
ポ

135第78回国立病院総合医学会

110



第
２
日
目

シンポジウム 18
8:30～10:00 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：松井 利浩 （NHO 相模原病院臨床研究センターリウマチ性疾患研究部 部長）
小嶋 俊久 （NHO 名古屋医療センター 副院長）

リウマチ学のおもしろさとは　PART2

 SY18-1∙ ∙北海道医療センターリウマチ科における若手研修の現状と課題
NHO 北海道医療センター 小谷 俊雄

 SY18-2∙ ∙大阪刀根山医療センターにおける若手リウマチ医の現状と課題
NHO 大阪刀根山医療センター 髙樋 康一郎

 SY18-3∙ ∙私がリウマチ内科医を志した理由
NHO 大阪南医療センター シリポンヴティコーン ヤナカウィー

 SY18-4∙ ∙私がリウマチ整形外科医を志した理由
NHO 名古屋医療センター 阿部 晃大

 SY18-5∙ ∙リウマチ医を目指す初期研修医の立場から
NHO 相模原病院 小林 樹久

シンポジウム 19
8:30～10:00 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：田村 正樹 （NHO 災害医療センター中央放射線部 副診療放射線技師長）
小室 普嗣 （NHO 神戸医療センター放射線科 診療放射線技師長）

心理的安全性を踏まえた人材育成・学生教育

 SY19-1∙ ∙理学療法士における心理的安全性を踏まえた人材育成・学生教育
国立精神・神経医療研究センター 松浦 武史

 SY19-2∙ ∙診療放射線技師における心理的安全性を踏まえた人材育成・学生教育
NHO 大阪刀根山医療センター 中尾 弘

 SY19-3∙ ∙看護師における心理的安全性をふまえた人材育成―Off∙-JTとOJTの連動に
向けて―

NHO 岡山医療センター 河本 敦子

 SY19-4∙ ∙心理的安全性を踏まえた人材育成（事務部門での取り組み）
NHO 関東信越グループ 朝倉 裕介
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シンポジウム 20
8:30～10:00 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：森下 典子 （NHO 大阪医療センター臨床研究センター臨床研究推進部臨床研究推進室 室長）
山岸 美奈子 （NHO 埼玉病院 薬剤部長）

改めて考える、治験等関係者に求められる倫理的役割について

 SY20-1∙ ∙SAEによる治験中止時のCRCが感じた倫理的葛藤
NHO 南京都病院 綱本 郷子

 SY20-2∙ ∙がん専門病院での臨床研究コーディネーター（CRC）が感じる葛藤と役割に
ついて

NHO 九州がんセンター 門田 芳幸

 SY20-3∙ ∙治験事務局が担う倫理的役割とは
NHO 災害医療センター 北川 智子

 SY20-4∙ ∙臨床研究・治験を行ううえでの医師の倫理的責任とは
NHO 名古屋医療センター 永井 宏和

 SY20-5∙ ∙臨床研究・治験関係者が守るべき研究の倫理性とは
国立がん研究センター 松井 健志

シンポジウム 21
8:30～10:00 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：末延 聡一 （NHO 西別府病院 副院長）
山下 博徳 （NHO 小倉医療センター 院長）

小児急性期病院と重症心身障害病院（施設）との連携　～NICU、PICUと
postNICU、postPICU～

 SY21-1∙ ∙ポストNICU病棟の役割と課題
NHO 愛媛医療センター 菊池 知耶

 SY21-2∙ ∙お家で過ごしたいを支える～ MSWの視点から～
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 福田 育美

 SY21-3∙ ∙ポストNICU/PICU－重症心身障害施設が果たす役割と抱える課題－
NHO 南京都病院 徳永 修

 SY21-4∙ ∙NICU等入院児に対する東京都の在宅移行支援の取組
東京都保健医療局医療政策部 星 美代子
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シンポジウム 22
8:30～10:00 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：田中 英之 （NHO 大阪医療センター事務部長）
山野上 清匡 （NHO 大阪南医療センター）

進化する医療環境における心理的安全性の確立 ～そもそもあなたの職場
に心理的安全性はありますか？～

 SY22-1∙ ∙心理的不安全性の原因と処方箋
宮崎大学地域資源創成学部 谷田貝 孝

 SY22-2∙ ∙国立病院機構に勤務する臨床工学技士の心理的安全性に関する調査
NHO 大阪医療センター 四井田 英樹

 SY22-3∙ ∙ちょうどいい、“心理的安全性（psychological∙safety）”を考える。～これっ
て！ぬるま湯？それとも、心理的安全性？～

国立循環器病研究センター 井上 裕之

シンポジウム 23
10:10～11:40 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

座長：福田 亮介 （NHO 本部医療部長）
小井土 雄一 （NHO 本部DMAT事務局）

能登半島地震におけるNHOの対応

 SY23-1∙ ∙令和6年能登半島地震における当院の被害状況と対応
NHO 七尾病院 安井 正英

 SY23-2∙ ∙能登半島地震においてNHO急性期病院である金沢医療センターが果たした
役割

NHO 金沢医療センター 阪上 学

 SY23-3∙ ∙能登半島地震における医療福祉支援活動と国立病院機構の貢献
NHO 本部 近藤 久禎

 SY23-4∙ ∙令和6年能登半島地震初期の輪島市における最先着国立病院機構医療班とし
ての活動報告

NHO 東京医療センター 太田 慧

 SY23-5∙ ∙能登半島地震　派遣看護師の活動とそこから得られた知見や課題
NHO 仙台医療センター 田山 美由紀
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シンポジウム 24
10:10～11:40 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：髙田 幸千子 （NHO 京都医療センター看護部長）
岡島 優子 （NHO 舞鶴医療センター附属看護学校 教育主事）

看護とお金

 SY24-1∙ ∙“患者さんのために”、“病院のために”、“自分自身のために”∙―地域で支え
るがん診療・ケア―

NHO 九州がんセンター 森田 勝

 SY24-2∙ ∙看護部∙奮闘記！
NHO 高崎総合医療センター 今泉 蔦子

 SY24-3∙ ∙今も未来にも選ばれる看護師と看護管理者の育成
NHO 嬉野医療センター 末松 厚子

 SY24-4∙ ∙不採算部門？　NHO附属看護学校の運営を考える
NHO やまと精神医療センター 宗清 大祐

 SY24-5∙ ∙経営改善において看護部に期待すること
NHO 本部 冨永 哲

シンポジウム 25
10:10～11:40 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：永井 聡子 （NHO 姫路医療センター薬剤部 部長）
宮部 貴識 （NHO 舞鶴医療センター 薬剤部長）

薬剤師外来の今後の展望を考える～薬剤師外来の進化を目指して～

 SY25-1∙ ∙さらなる薬剤師外来の可能性を考える
NHO 北海道がんセンター 高田 慎也

 SY25-2∙ ∙HIV薬剤師外来における薬薬連携の強化と展望
国立国際医療研究センター病院 長島 浩二

 SY25-3∙ ∙HIV薬剤師外来の有用性の検討
NHO 福山医療センター 野村 直幸

 SY25-4∙ ∙当院における薬剤師外来の取り組み
NHO 米子医療センター 宮前 文明

 SY25-5∙ ∙当院における薬剤師外来の取り組みと課題
NHO 九州がんセンター 久松 大祐
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シンポジウム 26
10:10～11:40 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）
座長：前田 宏 （NHO 南九州病院 医療社会事業専門職）

花井 亜紀子 （国立精神・神経医療研究センター病院医療連携福祉相談部 入退院支援係長（看護師長））

多職種連携における退院支援～ソーシャルワーカーと多職種の専門性の強
みを活かした協働～

 SY26-1∙ ∙多職種で退院支援を考える∙―当院のソーシャルワーカー部門の取り組み―
NHO 高崎総合医療センター 大川 友子

 SY26-2∙ ∙患者目線に立った退院支援　ピアサポーターとの交流会を通して
NHO 鳥取医療センター 下田 順子

 SY26-3∙ ∙理学療法士の立場から見た多職種協働のあり方∙―当院の退院前訪問指導の
実践を踏まえて―

NHO 長崎病院 鳥居 龍平

 SY26-4∙ ∙栄養療法の多職種協働∙～管理栄養士とMSWによる地域連携の実例～
NHO 信州上田医療センター 小川 祐介

シンポジウム 27
10:10～11:40 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：内藤 裕子 （NHO 大阪医療センター栄養管理管理部栄養管理室 室長）
中山 環 （NHO 近畿中央呼吸器センター診療部栄養管理室 室長）

これからの病院給食管理を考える ～食材費高騰と委託形態の比較（クック
チル？サーブ？）～

 SY27-1∙ ∙期待される適切な栄養管理とは∙～管理栄養士のいまとこれから（現状と課
題）～

大阪樟蔭女子大学健康栄養学部 赤尾 正

 SY27-2∙ ∙セントラルキッチンから効率的・効果的な給食を！∙～ニュークックチル導
入で人手不足を解消～

株式会社第一食品 井上 和也

 SY27-3∙ ∙食材費高騰と戦い、手作りの美味しさを届けたい！～クックサーブで
QOL・摂取率向上を目指す～

富士産業株式会社 西村 友裕

シ
ン
ポ

140 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

115



第
２
日
目

シンポジウム 28
10:10～11:40 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：武田 篤 （NHO 仙台西多賀病院脳神経内科 院長）
宮地 隆史 （NHO 柳井医療センター 院長）

みんなで考えよう！神経難病疾患の災害対策！

 SY28-1∙ ∙神経難病患者の災害対策　～自助から公助につながる個別避難支援計画を～
NHO あきた病院 和田 千鶴

 SY28-2∙ ∙大災害時の在宅患者への対応検討プロジェクトその後
NHO 大阪刀根山医療センター 松村 剛

 SY28-3∙ ∙能登半島地震時の神経難病患者の受け入れ状況と今後の課題
NHO 医王病院 石田 千穂

シンポジウム 29
10:10～11:40 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）
座長：古賀 聖子 （NHO 肥前精神医療センター療育指導室 主任保育士）

西巻 靖和 （NHO 小諸高原病院療育指導室 室長 / NHO 関東信越グループ医療担当　療育専門職）

持続可能な人材確保 ～保育士売り手市場で選ばれる組織となるには～

 SY29-1∙ ∙現場から考える国立病院機構保育士採用の状況
NHO 東埼玉病院 小野澤 源

 SY29-2∙ ∙保育者養成校と医療現場の保育士をつなぐ人材育成の課題
聖徳大学短期大学部 鹿島 房子

 SY29-3∙ ∙新卒採用で機構を選んだ立場からの意見
NHO やまと精神医療センター 石橋 遥

 SY29-4∙ ∙他事業所から転職した立場から見る国立病院機構保育士
NHO 沖縄病院 松田 直樹

シンポジウム 30
13:10～14:40 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：内川 誠 （NHO 宇多野病院リハビリテーション科 作業療法士長）

リハビリテーション部門における人材育成の課題と方向性

 SY30-1∙ ∙教育分野の視点から
NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院 中川 誠

 SY30-2∙ ∙近畿部会での取り組みと次のステップ
NHO 奈良医療センター 大西 幸代
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 SY30-3∙ ∙NHO、NCの強みを活かしたい！各グループで支え合う人材育成を目指して
国立精神・神経医療研究センター病院 古田島 直也

 SY30-4∙ ∙言語聴覚士キャリアアップ支援の立場から
NHO 南九州病院 田場 要

シンポジウム 31
13:10～14:40 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

座長：靏田 久美子 （NHO 菊池病院療育指導室 主任保育士）
小野寺 亜紀 （NHO 福島病院 主任保育士）

コロナ禍を経験した日中活動の今後の展望

 SY31-1∙ ∙神経筋難病病棟におけるコロナ禍を経験した日中活動の変化
NHO 医王病院 川邉 祐樹

 SY31-2∙ ∙小児科病棟におけるコロナ禍の保育活動から考える今後の展望
NHO 小倉医療センター 柴田 優子

 SY31-3∙ ∙豊かな日中活動を目指して　～居宅訪問から在宅支援を考える～
NHO 奈良医療センター 今井 由香理

 SY31-4∙ ∙新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修を
実施して～日中活動の観点から～

NHO 北海道医療センター 大栁 和宣

シンポジウム 32
13:10～14:40 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：斉藤 貴之 （NHO 栃木医療センター事務部 専門職（院長補佐・経営企画室長））
島田 裕子 （NHO 大阪南医療センター診療情報管理室 診療情報管理専門職）

国立病院機構診療記録監査項目の標準化

 SY32-1∙ ∙「ベストカルテ作成運動8年間の変遷」
NHO 大阪南医療センター 酒井 早

 SY32-2∙ ∙多職種による全常勤医師分の診療録質的監査実施について
NHO 横浜医療センター 金三津 美奈子

 SY32-3∙ ∙当院における質的監査の実施と標準化に向けた考察
NHO 北海道がんセンター 盛永 剛
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シンポジウム 33
14:30～16:00 第1会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 大ホール）

座長：奥村 明之進 （NHO 大阪刀根山医療センター 院長）
小池 薫 （NHO 京都医療センター院長）

移植医療 Up to date

 SY33-1∙ ∙国立循環器病研究センターにおける心臓移植の歩み
国立循環器病研究センター 福嶌 五月

 SY33-2∙ ∙肺移植・心肺移植の現状と課題
NHO 大阪刀根山医療センター 奥村 明之進

 SY33-3∙ ∙同種造血幹細胞移植の現状と課題
NHO 熊本医療センター 河北 敏郎

 SY33-4∙ ∙最新の臓器移植と確実に増える臓器提供への院内対応の実際
関西メディカル病院腎移植クリニック 高原 史郎

 SY33-5∙ ∙臓器提供の現状と課題―救急医療の立場から
NHO 大阪医療センター 大西 光雄

シンポジウム 34
14:30～16:00 第2会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）5階 小ホール）

座長：藤原 紳祐 （NHO 嬉野医療センター救急科 センター長）
野田 英一郎 （NHO 九州医療センター救命救急センター センター長）

NHO病院におけるRapid Response System

 SY34-1∙ ∙当院の救急外来患者に対するRapid∙Response∙Systemについて
NHO 横浜医療センター 吉村 望

 SY34-2∙ ∙当院RRSの現状と推進に向けた戦略的取り組み
NHO 九州医療センター 田口 裕子

 SY34-3∙ ∙病院規模に応じた最適なRapid∙Response∙Systemについて
NHO 埼玉病院 奈良場 啓

 SY34-4∙ ∙当院におけるRRSの現状と課題
NHO 長崎医療センター 増田 幸子

 SY34-5∙ ∙当院におけるRRS導入に向けての取り組み-変革の8ステップ分析から見出
した課題と対策-

NHO 千葉医療センター 近藤 さゆり

 SY34-6∙ ∙活動開始から約9か月、相模原病院におけるRRSの立ち上げと現在地
NHO 相模原病院 朝隈 禎隆
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パネルディスカッション 4
8:30～10:00 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

座長：力武 一久 （NHO 嬉野医療センター 院長）
安藤 恵子 （NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校 副学校長）

看護学校で活用している、活用したいIT

 PD4-1∙ ∙NHO附属養成所におけるICT活用の意義と目指すべき方向性
NHO 本部 岡村 眞喜子

 PD4-2∙ ∙臨地実習におけるICT導入事例
富士フイルムシステムサービス株式会社 清水 良太

 PD4-3∙ ∙ITで看護教育を発展させ、ITを学校経営に活かすにはどうすればよいか
NHO 浜田医療センター附属看護学校 藤井 光輝

 PD4-4∙ ∙ICTを活用した教育実践への取り組みと今後の課題
NHO 熊本医療センター附属看護学校 田中 紀代美

 PD4-5∙ ∙助産師養成所3校が協同で実践したICTを用いた教育活動
NHO 仙台医療センター附属仙台看護助産学校 菅原 由香里

 PD4-6∙ ∙危機管理への対応～学生の安全確保・学習保障への取組み～
NHO 新潟病院附属看護学校 片寄 典子

オーガナイズドセッション 4
8:30～10:00 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）
座長：滝本 宜之 （NHO 近畿中央呼吸器センター 臨床研究センタートランスレーショナルリサーチ部長 教育研修部長）

井上 貴美子 （NHO 大阪刀根山医療センター 脳神経内科／リハビリテーション科部長）

多職種の連携で取り組む嚥下障害

 OR4-1∙ ∙いまさら人に訊けない嚥下障害の基礎
NHO 大阪刀根山医療センター 山崎 明子

 OR4-2∙ 演題取り下げ

 OR4-3∙ ∙当院の入院時摂食嚥下スクリーニング改定に向けた取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 松浦 久美子

 OR4-4∙ ∙間質性肺疾患における嚥下障害
NHO 近畿中央呼吸器センター 滝本 宜之

 OR4-5∙ ∙間質性肺疾患におけるEAT-10と聖隷式嚥下質問紙の検討
NHO 近畿中央呼吸器センター 山田 愛可

 OR4-6∙ ∙呼吸器疾患を有する患者における口腔機能低下症の有病率と特徴
NHO 姫路医療センター 細谷 国弘
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 OR4-7∙ ∙当院における嚥下造影検査と胃瘻造設の関連性
NHO 沖縄病院 城間 啓多

オーガナイズドセッション 5
13:10～14:40 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

座長：渋谷 博美 （NHO 大阪医療センター 麻酔科／副院長）
飛梅 孝子 （NHO 大阪医療センター 産婦人科医長）

働き方改革

 OR5-1∙ ∙働き方改革から医療者の生活の質・仕事満足度・提供医療の質の向上を目指
して

NHO 大阪医療センター 飛梅 孝子

 OR5-2∙ ∙当検査室におけるタスクシフトへの取り組み　～臨床検査技師から事務職員
へ～

国立がん研究センター東病院 成清 羊佳

 OR5-3∙ ∙当院における泌尿器科手術領域の清潔補助業務と手術時間についての検討
NHO 佐賀病院 石丸 啓太

 OR5-4∙ ∙当院における臨床検査科での病棟業務支援の取り組み
NHO 下志津病院 山田 希

 OR5-5∙ ∙IVタスクシェア導入前後における診療放射線技師と看護師の意識の推移～
造影CT/MRのルート確保等に関するアンケートを中心に～

NHO 東近江総合医療センター 藤崎 宏

 OR5-6∙ ∙LabʻQを用いた文書管理システム構築の取り組み
NHO 別府医療センター 澤田 吉人

 OR5-7∙ ∙薬剤師による持参薬処方提案業務の構築とその運用について
NHO 大阪南医療センター 櫛田 宏幸

ランチョンセミナー 14
12:00～13:00 第3会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1003）

共催：ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社
座長：阪上 学 （NHO 金沢医療センター 院長）

不整脈治療 Up to date　～心房細動治療の最前線を知る～

 LS14-1∙ ∙身近な不整脈の最新事情　 ‐∙知っておきたい心房細動に関するABC∙-
NHO 大阪医療センター 井上 耕一

 LS14-2∙ ∙未来へ繋げる心房細動高周波アブレーションの進歩と実践
医療法人 渡辺医学会 桜橋未来医療病院 田中 宣暁
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ランチョンセミナー 15
12:00～13:00 第4会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1001+1002）

共催：ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社
座長：吉治 仁志 （奈良県立医科大学 消化器内科講座（消化器・代謝内科） 主任教授）

肝炎撲滅についての取り組み

 LS15∙ ∙肝炎撲滅への取り組み
関西医科大学総合医療センター 消化器肝臓内科 吉田 勝紀

ランチョンセミナー 16
12:00～13:00 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

共催：シスメックス株式会社
座長：西村 健作 （NHO 大阪医療センター 泌尿器科 科長）

国産手術支援ロボットhinotori™を用いたロボット手術の現状

 LS16-1∙ ∙当院における手術支援ロボットhinotoriTM導入に伴うロボット手術立ち上
げについて

NHO 埼玉病院 金井 邦光

 LS16-2∙ ∙女性泌尿器疾患におけるhinotoriTM手術支援ロボットの役割：仙骨膣固定
術を中心に

慶應義塾大学医学部 泌尿器科学教室 田中 伸之

ランチョンセミナー 17
12:00～13:00 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

共催：ギリアド・サイエンシズ株式会社
座長：上平 朝子 （NHO 大阪医療センター 感染症内科 感染制御部長）

HIV治療のこれまでとこれから 
～長期治療戦略と連携を軸にした最適なケアの重要性～

 LS17-1∙ ∙HIV領域における外来診療の実際と多職種連携の重要性∙
～薬剤師の立場から～

NHO 大阪医療センター 矢倉 裕輝

 LS17-2∙ ∙映画から考えるHIV感染症の過去・現在・未来
NHO 名古屋医療センター 今橋 真弓
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ランチョンセミナー 18
12:00～13:00 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

共催：アッヴィ合同会社
座長：阪森 亮太郎 （NHO 大阪医療センター 消化器内科 科長）

C型肝炎ウイルス治療の現状と今後の課題

 LS18∙ ∙C型肝炎ウイルス治療の現状と今後の課題
NHO 九州医療センター 国府島 庸之

ランチョンセミナー 19
12:00～13:00 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

共催：ミヤリサン製薬株式会社
座長：平尾 素宏 （NHO 大阪医療センター 副院長）

食道癌治療における栄養支持療法のすすめ

 LS19∙ ∙食道癌治療における栄養支持療法のすすめ
関西医科大学医学部 上部消化管外科学講座 山﨑 誠

ランチョンセミナー 20
12:00～13:00 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

共催：富士フイルムメディカル株式会社
座長：松村 泰志 （NHO 大阪医療センター 院長）

PFM・チーム医療推進における統合診療支援システムの構築と富士フイ
ルムAI技術のご紹介

 LS20-1∙ ∙PFM（Patient∙Flow∙Management）・チーム医療の推進を支援する統合診
療支援システムの構築

兵庫県立尼崎総合医療センター 情報管理部 多田 賀津子

 LS20-2∙ ∙富士フイルムのAI技術「REiLI」の取り組み
富士フイルム株式会社 芝山 稔正
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ランチョンセミナー 21
12:00～13:00 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

共催：独立行政法人環境再生保全機構
座長：眞能 正幸 （NHO 大阪医療センター 臨床検査科・病理診断科 部長）

石綿・石綿関連疾患の誤解と現状

 LS21∙ ∙石綿・石綿関連疾患の誤解と現状
独立行政法人 環境再生保全機構 石綿健康被害救済部 森永 謙二

ランチョンセミナー 22
12:00～13:00 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

共催：第一三共株式会社
座長：川村 知裕 （NHO 大阪南医療センター 緩和ケア内科 医長）

がんの痛み治療とケア まるごと総復習 ～診断・評価と処方例、観察点と
服薬指導まで～

 LS22∙ ∙がんの痛み治療とケア　まるごと総復習∙～診断・評価と処方例、観察点と
服薬指導まで～

NHO 大阪医療センター 相木 佐代

ランチョンセミナー 23
12:00～13:00 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

共催：富士通Japan株式会社
座長：奥村 明之進 （NHO 大阪刀根山医療センター 病院長）

医療現場におけるAIの活用とその実態　～現状の活用状況と将来展望に
ついて～

 LS23∙ ∙医療現場におけるAIの活用とその実態～現状の活用状況と将来展望につい
て～

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 山本 健人
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ランチョンセミナー 24
12:00～13:00 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

共催：セルトリオン・ヘルスケア・ジャパン株式会社
座長：吉野 宗宏 （NHO 大阪医療センター 薬剤部長）

福田 利明 （NHO 京都医療センター 薬剤部長）

BS目標達成と持続可能な病院経営

 LS24-1∙ ∙バイオシミラー推進に向けた長崎医療センターでの取り組み
NHO 長崎医療センター 橋本 未雷

 LS24-2∙ ∙バイオシミラー　どう考える？　どう選ぶ？　どう使う？
相澤病院 薬剤センター 鬼窪 利英

ランチョンセミナー 25
12:00～13:00 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

共催：株式会社オプテージ
座長：尹 亨彦 （NHO 近畿中央呼吸器センター 院長）

通信キャリアと共に取り組むサイバー攻撃対策　～実践事例の紹介～

 LS25-1∙ ∙リモート保守マネジメントサイトで脱VPN・アクセス環境集約によるセキュ
リティ強化事例

株式会社オプテージ 医療ソリューション部 中山 元也

 LS25-2∙ ∙病院情報システムネットワークのセキュリティ対策　～病院側が実践するリ
モート保守運用～

NHO 近畿中央呼吸器センター 白永 由紀子

ランチョンセミナー 26
12:00～13:00 第13会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 特別会議場）

共催：NEC
座長：上新 真衣 （NEC ヘルスケア・ライフサイエンス事業部門 医療ソリューション統括部）

病院情報システムにおける医療DXの実現（通院支援アプリによる患者
サービス向上）

 LS26∙ ∙病院情報システムにおける医療DXの実現（通院支援アプリによる患者サー
ビス向上）

大阪大学医学部附属病院 医療情報部 武田 理宏
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口演 36  ［ 経営・収益 ］
8:30～9:40 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：宗清 大祐 （NHO やまと精神医療センター 事務部長）

 O2-36-1∙ ∙消化器外科の収益向上の取り組み
NHO 高崎総合医療センター 坂元 一郎

 O2-36-2∙ ∙地域の医療状況を考慮した救急応需体制の強化と「救急患者連携搬送料」取
得に向けた取組み

NHO 高崎総合医療センター 町田 浩志

 O2-36-3∙ ∙栄養管理部門における増収に向けた現状報告と今後の課題
国立長寿医療研究センター病院 村崎 明広

 O2-36-4∙ ∙重心病棟に続き一般病棟の休日リハビリテーション実施日数を増加したこと
で治療機会が増加し、増収にも繋がった取り組みについて

NHO 函館病院 岩田 誠一

 O2-36-5∙ ∙PDCAサイクルを用いた地域包括ケア病棟直接入院の2024年改定を考慮し
た効果的な運用の確立

NHO 宇都宮病院 佐藤 祐子

 O2-36-6∙ ∙地域包括医療病棟入院料算定（地包医病棟）の検証
NHO 東近江総合医療センター 太田 悦子

 O2-36-7∙ ∙国立病院機構病院での産業医活動の現状と問題点
NHO 渋川医療センター 横田 徹

口演 37  ［ 地域連携・地域包括ケア ］
8:30～9:30 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：井上 靖夫 （NHO 舞鶴医療センター 脳神経外科統括診療部長）

 O2-37-1∙ ∙高齢者退院支援に関するアウトカム指標の地域差：首都圏と地方都市での地
域差

NHO 長良医療センター／国立長寿医療研究センター 山本 明子

 O2-37-2∙ ∙心疾患を持つ要介護高齢患者に対し多職種連携を図り自宅退院に至ったリハ
ビリテーションの経験

NHO 霞ヶ浦医療センター 廣川 誉

 O2-37-3∙ ∙当院の医科歯科連携への取り組み
NHO 相模原病院 細谷 智

 O2-37-4∙ ∙「診療看護師」「医療ソーシャルワーカー」「病院救急救命士」の多職種連携で、
病院救急車による転院搬送体制の確立へ

NHO 高崎総合医療センター 渡部 圭介
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 O2-37-5∙ ∙地域医療構想を見据えた心不全病病地域連携クリニカルパスの運用に関して
NHO 高崎総合医療センター 高橋 伸弥

 O2-37-6∙ ∙当院における地域包括ケア病棟運用の現状と今後の取り組み
NHO 宇都宮病院 滝田 純子

口演 38  ［ 上部消化管疾患 ］
8:30～9:30 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：山本 昌明 （NHO 大阪医療センター 外科）

 O2-38-1∙ ∙同時性胃壁内転移を来した胃癌の一例
NHO 福山医療センター 濱野 亮輔

 O2-38-2∙ ∙上部消化管穿孔手術時のclosed∙incisional∙Negative∙Pressure∙Therapy
の有用性について

NHO 横浜医療センター 川崎 千瑛

 O2-38-3∙ ∙胃癌術後のフォローアップとしての上部消化管内視鏡検査の意義
NHO 名古屋医療センター 服部 正嗣

 O2-38-4∙ ∙表在性非乳頭部十二指腸上皮性腫瘍（SNADET）の誤診例についての検討
NHO 福山医療センター 原 友太

 O2-38-5∙ ∙腹腔鏡下に修復したMorgagni孔ヘルニアの1例
NHO 三重中央医療センター 吉田 侑生

 O2-38-6∙ ∙上部消化管内視鏡通過困難な症例に対し腹腔鏡補助下経皮的胃瘻造設術を
行った1例

NHO 三重中央医療センター 川村 啓悟

口演 39  ［ リハビリテーション6　作業療法　精神疾患・認知機能 ］
8:30～9:30 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：廣内 毅 （NHO やまと精神医療センター 主任作業療法士）

 O2-39-1∙ ∙医療観察法対象者に対する院内宿泊訓練を用いた介入について
NHO やまと精神医療センター 竹藤 昇平

 O2-39-2∙ ∙脱抑制を特徴とした遂行機能障害症例に対する作業療法アプローチ～神経心
理学的評価からの一考察～

NHO 弘前病院 今井 春彦

 O2-39-3∙ ∙強迫症状のある統合失調症患者に対する取り組み―ストレングスを活かし不
安、症状の改善がみられ、自尊感情が向上した事例―

NHO 琉球病院 園田 哲也

 O2-39-4∙ ∙慢性期閉鎖病棟での作業療法構造化の効果～ OT件数UPを目指して～
NHO 東尾張病院 福嶋 壮真
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 O2-39-5∙ ∙縄跳びが苦手な発達性協調運動症児に対してCO-OPを用いたことでスキル
の般化と他の活動への転移が確認できた一事例

NHO 新潟病院 大塚 理人

 O2-39-6∙ ∙塗り絵実施に必要な認知機能レベルに関する検討
NHO 神戸医療センター 濱田 杏実

口演 40  ［ 呼吸器疾患2 ］
8:30～9:30 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：中川 拓 （NHO 東名古屋病院 呼吸器内科／副院長）

 O2-40-1∙ ∙慢性閉塞性肺疾患患者の増悪と筋肉量低下に関する検討
NHO 大牟田病院 野田 直孝

 O2-40-2∙ ∙COPDの運動耐容能改善に向けた呼気圧負荷トレーニングによる上気道調
節：多施設無作為化コントロール比較試験

NHO 大阪刀根山医療センター 三木 啓資

 O2-40-3∙ ∙サルコイドーシスにおける非結核性抗酸菌症の合併率についての後方視的検討
NHO 近畿中央呼吸器センター 小林 岳彦

 O2-40-4∙ ∙当院で呼吸器検体よりMycobacterium fortuitumを検出した症例の臨床的
検討

NHO 三重中央医療センター 坂倉 康正

 O2-40-5∙ ∙間質性肺炎治療中に急激な経過をたどった播種性クリプトコックス症の一例
NHO 三重中央医療センター 森田 大智

 O2-40-6∙ ∙高齢の睡眠時無呼吸症候群（SAS）患者に対する持続気道陽圧（CPAP）治療
を考える

NHO 南京都病院 角 謙介

口演 41  ［ CT撮影技術と臨床応用 ］
8:30～9:30 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：南 和芳 （NHO 金沢医療センター 中央放射線部診療放射線技師照射主任）

 O2-41-1∙ ∙品質管理ソフト（Quality∙Assurance機能）の有用性の検討
国立国際医療研究センター病院 今野 貴介

 O2-41-2∙ ∙異なるメーカーのCT装置におけるCTDIvolとSSDEの比較
NHO 仙台医療センター 安孫子 絹太

 O2-41-3∙ ∙造影剤減量のための深層学習再構成と低管電圧撮影の併用の有用性
NHO 東京医療センター 横山 奈々

 O2-41-4∙ ∙息止め困難な患者の体幹部CT撮影における至適撮影パラメータ設定の検討
NHO 福山医療センター 長井 立城
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 O2-41-5∙ ∙CT高速撮影における検出器構成とピッチファクタが及ぼす面内画像特性へ
の影響について

NHO 災害医療センター 小笠原 将

 O2-41-6∙ ∙演題名：外傷全身CT検査におけるCT室滞在時間短縮を目的としたプロト
コルの再考：従来プロトコルとの比較

NHO 災害医療センター 大曽根 敏彰

口演 42  ［ 看護技術1 ］
9:40～10:40 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：若林 有佳 （NHO 南京都病院 看護師長）

 O2-42-1∙ ∙長期臥床患者の頭皮の状態を低刺激な洗浄方法で整える　～ナノミストシャ
ワーヘッドを使用した低刺激な洗浄方法を考える～

NHO 柳井医療センター 依田 麗奈

 O2-42-2∙ ∙うつ状態の患者に患者参画型看護計画を実践し、患者のADL向上に繋がっ
た事例

国立国際医療研究センター国府台病院 中川 結女

 O2-42-3∙ ∙精神発達遅滞のある左大腿骨頸部骨折患者への脱臼予防に向けた関わり
NHO 東佐賀病院 中野 優香

 O2-42-4∙ ∙SARS-CoV-2ウイルス排泄遅延患者への介入を振り返る
NHO 九州医療センター 深町 素子

 O2-42-5∙ ∙ハンセン病療養所における病棟看護師の看取りの経験
国立療養所星塚敬愛園 草尾 明理

 O2-42-6∙ ∙入退院を繰り返す高齢心不全患者の「生きがいである仕事を続けたい」とい
う思いに寄り添った支援

NHO 南和歌山医療センター 浜口 智美

口演 43  ［ ソーシャルワーク ］
9:30～10:30 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：太田 裕子 （NHO 大阪医療センター 医療福祉相談室医療社会事業専門職）

 O2-43-1∙ ∙総合病院精神科外来患者の地域生活継続支援～包括的支援マネジメントに基
づいた精神科ソーシャルワークの試み～

NHO 呉医療センター 菰口 陽明

 O2-43-2∙ ∙緩和ケア病棟における社会的支援の現状と課題
NHO 大阪南医療センター 萬谷 和広

 O2-43-3∙ ∙震災後、生活再建に向けてのソーシャルワーク支援について考える
NHO 医王病院 畠中 暁子
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 O2-43-4∙ ∙オンラインを活用した病院間カンファレンスの取り組み～転帰調査票を用い
た連携課題の共有～

NHO 高崎総合医療センター 須藤 正子

 O2-43-5∙ ∙在宅でNHFを検討した終末期患者について振り返る
NHO 東名古屋病院 堀川 柊平

 O2-43-6∙ ∙退院支援　～患者の意思決定を支えることができたのか～
NHO 菊池病院 吉田 耕生

口演 44  ［ 下部消化管疾患　内科 ］
9:30～10:30 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：渡邉 典子 （NHO 三重中央医療センター 内科系診療部長 消化器内科部長）

 O2-44-1∙ ∙閉塞性大腸癌に対するステント治療から手術までの待機期間についての検討
NHO 福山医療センター 藤田 勲生

 O2-44-2∙ ∙無麻酔大腸内視鏡における挿入困難例とその対策―小児症例を含め―
NHO 久里浜医療センター 水上 健

 O2-44-3∙ ∙高齢発症の大動脈炎合併潰瘍性大腸炎の1例
NHO 弘前総合医療センター 三井 康太郎

 O2-44-4∙ ∙ステロイドパルス療法を要した消化管病変を伴うIgA血管炎の1例
NHO 相模原病院 迎 美幸

 O2-44-5∙ ∙頻回の腸閉塞を来した回腸子宮内膜症の一例
NHO 東広島医療センター 岡田 駿

 O2-44-6∙ ∙発症から8日後に診断がついたS状結腸軸捻転の症例
NHO 埼玉病院 柴野 穂乃佳

口演 45  ［ リハビリテーション7　言語聴覚療法　コミュニケーション ］
9:30～10:30 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：柳田 直紀 （NHO 宇多野病院 言語聴覚士長）

 O2-45-1∙ ∙左前頭葉梗塞により非流暢性失語から流暢性失語に移行した1例
NHO 東名古屋病院 藤原 時

 O2-45-2∙ ∙注意機能低下を伴う失語症例の聴覚的理解低下に対する自覚の変化について
NHO 東京病院 中村 菜都美

 O2-45-3∙ ∙スマートフォンにて単語のフリック入力が可能であった重度失語症の一症例
NHO 東京病院 恩田 知昂

 O2-45-4∙ ∙経皮的感覚神経刺激法により声質が改善した脊髄小脳変性症の一例
NHO いわき病院 樋口 雄一郎
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 O2-45-5∙ ∙音声にてre-emergent∙tremor∙を呈したパーキンソン病の1例
NHO 東名古屋病院 坪井 丈治

 O2-45-6∙ ∙人工呼吸器下における音声代替手段として送気発声を獲得した、パニック発
作のあるデュシェンヌ型筋ジストロフィー患者の一症例

NHO 大阪刀根山医療センター 田中 美帆

口演 46  ［ 放射線治療 ］
9:30～10:40 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：良知 寿哉 （国立がん研究センター東病院 放射線技術部主任）

 O2-46-1∙ ∙当院の乳がん放射線治療における固定具および治療計画最適化の検討
NHO 大分医療センター 小川 集平

 O2-46-2∙ ∙フィルム線量分布検証におけるパラメータ設定が結果に及ぼす影響と許容値
に関する研究

NHO 呉医療センター 八木 美保

 O2-46-3∙ ∙画像誘導放射線治療においてカウチ角度補正による線量分布への影響
NHO 京都医療センター 若畑 旬弥

 O2-46-4∙ ∙リニアック導入におけるコミッショニングサービスの使用経験
NHO 南和歌山医療センター 大槻 勇一朗

 O2-46-5∙ ∙放射線治療におけるリスク分析を用いた医療安全の取り組み
NHO 九州がんセンター 横山 雄一

 O2-46-6∙ ∙TomoTherapyを用いた前立腺IMRT時の金属マーカの至適サイズについて
の検討

NHO 姫路医療センター 大西 孝志

 O2-46-7∙ ∙当院における緩和放射線治療への回転照射の積極利用の検討
NHO 南和歌山医療センター 濱 瑞貴

口演 47  ［ X線撮影技術　臨床応用 ］
9:30～10:40 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：川口 達也 （NHO 四国こどもとおとなの医療センター 照射主任）

 O2-47-1∙ ∙超低線量撮影と再撮影用Scaleを併用した当院の膝側面撮影の現状
NHO 熊本再春医療センター 川俣 圭輔

 O2-47-2∙ ∙膝蓋骨軸位撮影法における最適エックス線入射角度の補助具開発とその効果
NHO 熊本再春医療センター 大井 邦治

 O2-47-3∙ ∙両脚立位膝関節側面X線撮影の紹介
国立長寿医療研究センター 北野 翔馬
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 O2-47-4∙ ∙中間物質が異なる散乱線除去グリッドにおいて管電圧の違いが画質に及ぼす
影響

NHO 大阪医療センター 名取 晃大

 O2-47-5∙ ∙腹部単純X線撮影における線質の違いが画質に及ぼす影響
NHO 近畿中央呼吸器センター 藤田 裕斗

 O2-47-6∙ ∙腹部単純X線撮影における銅付加フィルタ使用による線量低減に関する検討
NHO 大阪医療センター 藤田 祐三

 O2-47-7∙ ∙正規化平均二乗誤差を用いた仮想グリッド処理使用時における胸部ポータブ
ル撮影条件の検討

NHO 熊本医療センター 今村 宏次郎

口演 48  ［ 災害医療・DMAT・DPAT 1 ］
10:10～11:00 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：三村 誠二 （NHO 機構本部 DMAT事務局）

 O2-48-1∙ ∙能登半島地震の後方支援と課題
NHO 岡山医療センター 大野 開成

 O2-48-2∙ ∙経時活動記録を共有するシステム開発
～他施設・後発隊との円滑な情報共有を目指して～

NHO 嬉野医療センター 北村 純一

 O2-48-3∙ ∙令和6年能登半島地震における金沢医療センター DPAT活動報告
NHO 金沢医療センター 桐山 大輝

 O2-48-4∙ ∙令和6年能登半島地震　DMAT出動を経験して～安全管理の重要性～
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 中矢 亮

 O2-48-5∙ ∙災害派遣のストレスがDMAT隊員に与える影響
NHO 岡山医療センター 小林 和歌子

口演 49  ［ 看護技術2 ］
10:40～11:40 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：三浦 崇子 （NHO 仙台医療センター 看護師長）

 O2-49-1∙ ∙自閉症スペクトラム障害のある神経性やせ症（AN）の自立排泄に向けた取り
組み

国立国際医療研究センター国府台病院 田中 美香

 O2-49-2∙ ∙在宅ハイフローセラピー導入における病棟看護師の役割～ 4症例から振り返
る～

NHO 南京都病院 西田 憲二
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 O2-49-3∙ ∙心臓移植後妊娠への周産期病棟としての取り組み
国立循環器病研究センター 宮西 志穂

 O2-49-4∙ ∙緊急産後ケア入所で育児不安が強い母児を受けた1症例
NHO 大阪医療センター 西山 千晴

 O2-49-5∙ ∙老人クラブで入所者がより安心・安全に過ごすための取り組み
国立療養所長島愛生園 藤井 雅子

 O2-49-6∙ ∙消化管術後患者の早期離床を阻害する因子の分析～早期離床を促進するため
の関わり～

NHO 九州医療センター 西山 麻美

口演 50  ［ 脳卒中 ］
10:30～11:30 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：福田 俊一 （NHO 京都医療センター 脳神経外科部長）

 O2-50-1∙ ∙Lateropulsionに対する仮想現実技術を用いた体性認知協調療法の効果
NHO 舞鶴医療センター 大井 雄太

 O2-50-2∙ ∙Convex∙hullを用いた不整な脳動脈瘤の形態学的考察
NHO 三重中央医療センター 岸本 智之

 O2-50-3∙ ∙急性虚血性脳卒中患者における医療アクセスと入院死亡の関連
大阪大学大学院医学系研究科 笹原 祐介

 O2-50-4∙ ∙脊髄硬膜動静脈瘻の血管内治療における仮想透視画像の有用性
NHO 水戸医療センター 神崎 貴大

 O2-50-5∙ ∙血管内異物による血栓形成が原因と考えられた奇異性脳塞栓症の1症例
NHO 東広島医療センター 武田 尚樹

 O2-50-6∙ 演題取り下げ

口演 51  ［ 下部消化管疾患　外科 ］
10:30～11:30 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：杉山 雅彦 （NHO 九州がんセンター 消化管外科医長）

 O2-51-1∙ ∙稀な組織型を呈した仙骨前腫瘍の一例
NHO 相模原病院 吉田 万里安

 O2-51-2∙ ∙腹腔鏡下にて切除し得た腹壁内solitary∙fi∙brous∙tumorの1例
NHO 三重中央医療センター 山路 隆斗

 O2-51-3∙ ∙腸間膜静脈硬化症に合併した下行結腸癌の1例
NHO 旭川医療センター 山上 英樹

口
演
発
表

157第78回国立病院総合医学会

132



第
２
日
目

 O2-51-4∙ ∙IgG4関連腎臓病を合併した進行上行結腸癌に対して腹腔鏡下結腸右半切除
術を行った1例

NHO 嬉野医療センター 内田 史武

 O2-51-5∙ ∙Stage∙IV大腸癌の治療効果の予測因子としてのリンパ節転移組織像
NHO 南和歌山医療センター 横山 省三

 O2-51-6∙ 演題取り下げ

口演 52  ［ 口腔・頭頚部の疾患と治療 ］
10:30～11:30 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：別所 央城 （NHO 東京医療センター 歯科口腔外科科長）

 O2-52-1∙ ∙顎間固定施行患者の術後悪心嘔吐に対するオンダンセトロン有効性の臨床的
検討

NHO 名古屋医療センター 上嶋 伸知

 O2-52-2∙ ∙ステロイドの全身投与を要したニボルマブによる重症口腔粘膜炎の1例
NHO 北海道がんセンター 秦 浩信

 O2-52-3∙ ∙ESD（内視鏡的粘膜下層剥離術）術中に喉頭浮腫を来した下咽頭癌の2例
NHO 北海道医療センター 森 明日華

 O2-52-4∙ ∙喉頭全摘術後に後天性血友病Aと診断された∙1∙例
NHO 北海道医療センター 高島 輝直

 O2-52-5∙ ∙当科でのPCE療法について
NHO 函館病院 白石 剛士

 O2-52-6∙ ∙北海道がんセンター口腔腫瘍外科での口腔癌治療の現況
NHO 北海道がんセンター 上田 倫弘

口演 53  ［ リハビリテーション8　作業療法　神経筋疾患・意思伝達支援 ］
10:40～11:30 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：山野 真弓 （国立精神・神経医療研究センター病院 身体リハビリテーション部作業療法士長）

 O2-53-1∙ ∙多系統萎縮症における眼振とコミュニケーション ‐ フリック式文字盤の有
効性-

NHO いわき病院 山野 遥人

 O2-53-2∙ ∙Purdue∙Pegboard∙Test別法の検討∙ー標準検査との比較検討―
NHO 東埼玉病院 三橋 里子

 O2-53-3∙ ∙神経筋疾患患者に対するコミュニケーション支援におけるチームアプローチ
の報告　-∙コミュニケーションサポートチームを介して∙-

NHO 箱根病院 藤田 萌依
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 O2-53-4∙ ∙長期入院の筋萎縮性側索硬化症症例に対する環境調整～伝えることの意味～
NHO 石川病院 前田 美保

 O2-53-5∙ ∙封入体筋炎におけるBox∙and∙Block∙testの併存的妥当性の検討
国立精神・神経医療研究センター 宮崎 裕大

口演 54  ［ 臨床研究 ］
10:40～11:30 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：角南 一貴 （NHO 岡山医療センター 臨床研究部長）

 O2-54-1∙ ∙NHO中規模一般病院における臨床研究の現状と課題
NHO 高崎総合医療センター 柿崎 暁

 O2-54-2∙ ∙チーム医療活動を研究に
NHO 相模原病院 丸山 浩平

 O2-54-3∙ ∙九州グループ内で繋がったHALに関する多機関共同研究への取り組み
NHO 宮崎東病院 村井 康成

 O2-54-4∙ ∙入院患者における低尿酸血症の予測因子―単施設における後方視的研究―
NHO 米子医療センター 田澤 千明

 O2-54-5∙ ∙沖縄県の介護保険料と負担額を決める因子の分析
NHO 沖縄病院 長山 あゆみ

口演 55  ［ 腎・泌尿器科疾患 ］
11:00～11:40 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：繁田 正信 （NHO 呉医療センター 院長）

 O2-55-1∙ ∙多発外傷後の若年の患者に対して包括的排尿ケアを行い排尿自立に至った1例
NHO 大阪医療センター 假屋 真帆

 O2-55-2∙ ∙夜尿症を契機に膀胱尿管逆流症と診断した4例
NHO 金沢医療センター 福田 隆文

 O2-55-3∙ ∙バンコマイシン関連腎障害では尿カリウム排泄が増加する
NHO 大阪医療センター 岩谷 博次

 O2-55-4∙ ∙国産初のロボット支援手術機器であるhinotoriTMをNHOの中で最初に導入
しました　～ロボット支援前立腺全摘除術初期10例の報告～

NHO 埼玉病院 金井 邦光 口
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口演 56  ［ 病理検査 ］
13:10～14:00 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：山本 将義 （NHO 九州がんセンター 臨床検査科主任）

 O2-56-1∙ ∙診断に苦慮した腸管子宮内膜症の一例
NHO 佐賀病院 沖本 玲子

 O2-56-2∙ ∙腹水細胞診にて確定診断が困難であった悪性腹膜中皮腫の一例
NHO 舞鶴医療センター 山田 寛

 O2-56-3∙ ∙喀痰中に認められた悪性リンパ腫の一例
NHO 姫路医療センター 十七 志帆

 O2-56-4∙ ∙労働安全衛生法改正による新たな化学物質規制への取り組み
NHO 埼玉病院 狩野 将輝

 O2-56-5∙ ∙当病理検査室での検体採取への取り組み～治験用病理組織検体採取の運用と
課題～

国立がん研究センター東病院 相羽 拓矢

口演 57  ［ 意思決定支援 ］
13:10～14:10 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：中村 陽一郎 （NHO 東佐賀病院 看護師長）

 O2-57-1∙ ∙南京都病院における非がん性呼吸器疾患患者に対する包括的緩和ケアの取り
組み

NHO 南京都病院 西田 憲二

 O2-57-2∙ ∙A病棟看護師が感じるアドバンス・ケア・プランニング活動を阻害する困難
要因

NHO 山口宇部医療センター 瓜田 学

 O2-57-3∙ ∙患者の意向に寄り添いタイミングを逃さない意思決定支援～副看護師長会の
取り組みと今後の課題～

NHO 指宿医療センター 濱田 里香

 O2-57-4∙ ∙臨床倫理4分割法を用いて、意思決定を支えるための倫理カンファレンスの
実施を試みて

NHO 高崎総合医療センター 羽鳥 裕美子

 O2-57-5∙ ∙治療継続を望む終末期にある肺がん患者への意思決定支援
NHO 京都医療センター 布施 克美

 O2-57-6∙ ∙急性期病院の臨床倫理コンサルティングチームにおける医師の役割
NHO 別府医療センター 深田 陽子
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口演 58  ［ 下肢の骨折 ］
13:10～14:10 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：納村 直希 （NHO 金沢医療センター 整形外科医長）

 O2-58-1∙ ∙当院での転位型大腿骨頚部骨折に対するCPPアプローチセメント使用人工
骨頭挿入術導入の試み

NHO 大分医療センター 田畑 知法

 O2-58-2∙ ∙3科（内科・整形外科・歯科）連携し大腿骨近位部骨折術後の二次性骨折予防
を行った治療介入の現状

NHO 京都医療センター 中山 雄介

 O2-58-3∙ ∙大腿骨転子部骨折に対する∙middle∙femoral∙nail∙挿入術後のインプラント
周囲骨折（infra-isthmal∙fracture）の1例

NHO 埼玉病院 松田 昌大

 O2-58-4∙ ∙大腿骨頚部骨折・転子部骨折術後患者の尿排出障害に影響する要因の検討
NHO 名古屋医療センター 佐合 操

 O2-58-5∙ ∙大腿骨近位部骨折患者の受傷前ADLと退院先は初回再診率と骨粗鬆症治療
継続率に影響するのか？

NHO 金沢医療センター 栗原 里紗

 O2-58-6∙ ∙交通外傷で受傷した距骨頸部骨折（Hawkins2型）に対して観血的整復固定
を行った1例

NHO 埼玉病院 武内 豪

口演 59  ［ 肝胆疾患 ］
13:10～14:10 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：有尾 啓介 （NHO 嬉野医療センター 消化器内科医長）

 O2-59-1∙ ∙当院での肝炎ウイルス検査陽性者に対する肝臓内科紹介の現状評価
NHO 米子医療センター 田中 哉枝

 O2-59-2∙ ∙当院における公開肝臓病教室と同時開催の肝炎検診の意義
NHO 熊本医療センター 小園 亜希

 O2-59-3∙ ∙肝生検が診断に必須であった多発肝腫瘤
NHO 埼玉病院 東 美緒

 O2-59-4∙ ∙急性胆嚢炎に対する緊急腹腔鏡下胆嚢摘出術中に副交通胆管を指摘した1例
NHO 名古屋医療センター 清水 遼太朗

 O2-59-5∙ ∙術前診断に難渋した胆嚢捻転の2例
NHO 金沢医療センター 和田 征路

 O2-59-6∙ ∙超高齢者に発症した胆嚢捻転症の1例
NHO 東広島医療センター 徳本 雄己
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口演 60  ［ リハビリテーション9　言語聴覚療法　摂食嚥下 ］
13:10～14:10 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：坂部 浩一 （NHO 京都医療センター リハビリテーション科言語聴覚士長）

 O2-60-1∙ ∙HCUにおける早期のリハビリテーション介入のための取り組みを行って
NHO 名古屋医療センター 岩崎 拓海

 O2-60-2∙ ∙軽症～中等症COVID-19入院患者における転帰時経口摂取状況と、基本属
性、嚥下機能との関係性

NHO 静岡医療センター 小村 紘路

 O2-60-3∙ ∙急性硬膜下血腫により右大脳半球全域及び左大脳半球の一部を損傷した重症
例に離乳食が開始できた乳児の一例

NHO 高崎総合医療センター 仲宗根 健太

 O2-60-4∙ ∙ギラン・バレー症候群により嚥下障害を呈し，経管栄養から普通食摂取まで
至った1例

NHO 東名古屋病院 木場 優斗

 O2-60-5∙ ∙頸椎固定術後に咽頭後壁腫脹により重度嚥下障害を呈した症例
NHO 名古屋医療センター 大島 彪介

 O2-60-6∙ ∙看護師と連携した窒息高リスク患者スクリーニングの試み（第一報）
NHO 紫香楽病院 加地 俊彦

口演 61  ［ 精神疾患　調査・その他 ］
13:10～14:10 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：田宮 裕子 （NHO 大阪医療センター 精神科科長）

 O2-61-1∙ ∙看護師が被性的虐待児のフラッシュバックに対応する際の困難感
NHO 東尾張病院 中村 紗々羅

 O2-61-2∙ ∙精神科病棟に勤務する看護師の職場ストレス要因と職務満足度についての調査
NHO 久里浜医療センター 野澤 楓

 O2-61-3∙ ∙A病院精神科病棟における看護師の被身体的暴力の実態とその報告行動を阻
害する要因の調査

NHO 別府医療センター 石川 ゆかり

 O2-61-4∙ ∙自閉スペクトラム症患者の依存症回復への取り組み～クライシス・プランを
用いた依存症的行動への介入～

NHO 帯広病院 吉村 大樹

 O2-61-5∙ ∙軽度行動障害の経時的変化について：症例報告
NHO 舞鶴医療センター／京都府立医科大学大学院 松岡 照之
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 O2-61-6∙ ∙精神科作業療法における業務の可視化に向けた取り組みとその成果～肥前精
神医療センターの取り組み～

NHO 肥前精神医療センター 田中 成和

口演 62  ［ 体外循環 ］
13:10～14:10 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：寺下 真吾 （NHO 熊本医療センター 臨床工学技士長）
竹内 雄大 （NHO 東近江総合医療センター 麻酔科）

 O2-62-1∙ ∙人工心肺症例数の少ない施設における工夫と評価
NHO 仙台医療センター 松田 恵介

 O2-62-2∙ ∙ポリマーコーティング人工肺に曝露された血液中のvon∙Willebrand因子の
傾向

NHO 呉医療センター 村高 拓央

 O2-62-3∙ ∙集中治療室にて人工心肺を確立した症例を経験して
NHO 埼玉病院 野口 智生

 O2-62-4∙ ∙下肢送血が困難な弓部大動置換術において、オープンステントグラフト展開
時に下大静脈より逆行性送血を行った1症例

NHO 金沢医療センター 木下 雄司

 O2-62-5∙ ∙カルシウムコントロールに難渋した横紋筋融解症に対しCRRTとIRRTを施
行した1例

NHO 大阪医療センター 丸宮 和也

 O2-62-6∙ ∙急性エテンザミド（サリチル酸）中毒に対して持続的血液透析を施行した一例
NHO 東京医療センター 小林 尚幸

口演 63  ［ 放射線領域における医療支援 ］
13:10～14:10 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：門倉 幸司 （NHO 仙台医療センター RI検査主任）

 O2-63-1∙ 演題取り下げ

 O2-63-2∙ ∙Compressed∙Sensingを使用したMRI画像の非可逆圧縮率の違いによる視
覚評価

NHO 栃木医療センター 梶原 七海

 O2-63-3∙ ∙当院におけるSTAT画像所見報告へのシステム構築の取り組み
NHO 熊本再春医療センター 肥後 雅子

 O2-63-4∙ ∙読影チェックリストを用いた救急画像の読影精度の検討
NHO 相模原病院 大山 采夏
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 O2-63-5∙ ∙X線透視装置におけるX線可動絞りからの漏洩線量低減効果の評価
NHO 天竜病院 柴田 大貴

 O2-63-6∙ ∙整形外科領域における脊椎検査の放射線被曝量測定
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 森川 栄士

口演 64  ［ 感染対策・感染管理 ］
13:10～14:20 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：上平 朝子 （NHO 大阪医療センター 感染症内科・感染制御部長）

 O2-64-1∙ ∙Antimicrobial∙Stewardship∙Team専従薬剤師による血液培養陽性初期情
報の発信とその臨床効果

NHO 呉医療センター 高田 正弘

 O2-64-2∙ ∙長期療養病床における血液培養採取状況および陽性率に関する一般病床との
比較調査

NHO 兵庫中央病院 熊谷 康平

 O2-64-3∙ ∙手指衛生に関する病棟管理者の支援・同僚との相互作用による、病棟常勤看
護師のワーク・エンゲイジメントの違い

NHO さいがた医療センター 丸山 芽吹

 O2-64-4∙ ∙リハビリテーション科職員への手指衛生指導の取り組み
NHO 仙台西多賀病院 櫻井 幸子

 O2-64-5∙ ∙重症心身障害者病棟で生じた新型コロナウイルス以外のウイルス感染症クラ
スターの経験

NHO 神奈川病院 中村 守男

 O2-64-6∙ ∙精神科病院におけるノロウイルス・Covid19同時クラスターの感染対策
NHO 肥前精神医療センター 冨田 泉

 O2-64-7∙ ∙感染対策向上加算連携施設への訪問活動からみえたICNの地域活動の必要性
NHO 南和歌山医療センター 上村 和昭

口演 65  ［ 免疫、感染症 ］
14:00～15:00 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：渡邊 大 （NHO 大阪医療センター 臨床研究センター エイズ先端医療研究部長）

 O2-65-1∙ ∙HIV薬剤師外来の運用変更前後における有用性の検討
NHO 福山医療センター 安岡 悠典

 O2-65-2∙ ∙当院における9年間の抗酸菌検出の状況と課題
NHO 愛媛医療センター 濱田 久美

 O2-65-3∙ ∙外国出生結核患者の検討
NHO 近畿中央呼吸器センター 露口 一成
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 O2-65-4∙ ∙重症心身障害における新型コロナウイルスワクチン免疫原性による評価∙抗
体、T細胞応答性の推移

NHO 兵庫あおの病院 木藤 嘉彦

 O2-65-5∙ ∙ハンセン病療養所で連続発生したA群溶連菌による下肢壊死性筋膜炎の4例
国立療養所邑久光明園 福島 和彦

 O2-65-6∙ ∙全身麻酔導入後に認められたミノサイクリンによるアナフィラキシーショッ
クの1例

NHO 南岡山医療センター 谷本 安

口演 66  ［ 看護教育 ］
14:10～15:10 第7会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1004）

座長：髙橋 亜衣子 （NHO 西埼玉中央病院附属看護学校 教育主事）

 O2-66-1∙ ∙外来実習における小児と家族の受診過程を経験した学生の学び
NHO 岡山医療センター 富田 志保

 O2-66-2∙ ∙在宅療養における呼吸ケアを通じて患者・家族の生活や価値観を尊重し、個
別性のある看護支援の実際を学ぶ授業を実施して

NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校 植村 奈緒子

 O2-66-3∙ ∙地域・在宅看護論実習IIでの学び～高齢者の「その人らしさ」の探求～
NHO 嬉野医療センター附属看護学校 岩谷 望美

 O2-66-4∙ ∙概念化シートを用いた2年次看護学生の語り合いによる振り返りからの学び
NHO 岡山医療センター 井上 栄里香

 O2-66-5∙ ∙卒業前看護技術演習の臨床における評価
NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校 横山 由香

 O2-66-6∙ ∙ICTを活用した学校運営の充実への取り組みが看護教員に及ぼす影響
NHO 米子医療センター附属看護学校 八城 恵

口演 67  ［ リウマチ・膠原病 ］
14:10～15:10 第8会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1005）

座長：大島 至郎 （NHO 大阪南医療センター 臨床研究部長 部長）

 O2-67-1∙ ∙発症早期に寛解を達成した関節リウマチ患者における発症年齢の違いによる
治療内容の比較

NHO 相模原病院 松井 利浩

 O2-67-2∙ ∙リウマチ性疾患患者における上部消化管治療薬投与の現状―単施設後方視的
観察研究

NHO 横浜医療センター 井畑 淳
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 O2-67-3∙ ∙間質性膀胱炎を合併したシェーグレン症候群の1例
NHO 弘前総合医療センター 浜本 周

 O2-67-4∙ ∙横断性脊髄障害で発症し、NPSLEとの鑑別に苦慮した血管内リンパ腫の一例
NHO 相模原病院 小林 樹久

 O2-67-5∙ ∙再発性多発性軟骨炎と考えられた一例
NHO 弘前総合医療センター 阿久澤 嶺

 O2-67-6∙ ∙紹介症例からみた当院リウマチ診療へのニーズ
NHO 大阪刀根山医療センター 髙樋 康一郎

口演 68  ［ 重症心身障害 ］
14:10～15:10 第9会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1006）

座長：舩戸 道徳 （NHO 長良医療センター 療養診療部長）

 O2-68-1∙ ∙重症心身障害児者におけるコロナ禍での活動低下による患者の身体面への影響
NHO 敦賀医療センター 河端 瞳

 O2-68-2∙ ∙重症心身障害児（者）病棟でのNST活動が看護業務に与える影響について
NHO 福岡東医療センター 島居 彩香

 O2-68-3∙ ∙気管カニューレ計画外抜管を繰り返す重症心身障害児の抜管ゼロへの取り組
み～ PDCAサイクルをまわして～

NHO 医王病院 井上 敬太

 O2-68-4∙ ∙重症心身障害病棟でのがん患者の看護を行う看護師の育成
NHO 三重中央医療センター 稲吉 瑠美

 O2-68-5∙ ∙医療的ケア児を受け入れている保育所等に勤務する看護師が抱く困難感
NHO 都城医療センター附属看護学校 今田 南生人

 O2-68-6∙ ∙虐待防止に取り組む虐待防止委員会作業部会の紹介
NHO 長良医療センター 舩戸 道徳

口演 69  ［ 災害医療・DMAT・DPAT 2 ］
14:10～15:10 第10会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1007）

座長：若井 聡智 （NHO 機構本部 DMAT事務局）

 O2-69-1∙ ∙人工呼吸器使用患者の多い病棟における火災に備えた取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 仲野 聖加

 O2-69-2∙ ∙当院臨床検査部における災害対策の取り組み
国立がん研究センター東病院 大石 彰太

 O2-69-3∙ ∙大規模災害に対するスタッフの知識調査
国立療養所菊池恵楓園 中村 祐樹
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 O2-69-4∙ ∙院内危機管理体制及び災害時情報共有体制構築の検証
NHO 水戸医療センター 野崎 基亜

 O2-69-5∙ ∙2023年広島サミット時の手術室体制と2018年西日本豪雨災害の手術室体
制の比較検討

NHO 東広島医療センター 影本 千晴

 O2-69-6∙ ∙茨城県におけるIMATの運用体制構築について
NHO 水戸医療センター 石上 耕司

口演 70  ［ 精神疾患　医療観察・アディクション ］
14:10～15:10 第11会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）8階 801+802）

座長：井上 眞 （NHO やまと精神医療センター 院長）

 O2-70-1∙ ∙指定入院医療機関の医療や処遇の均てん化に関する研究（3）医療観察法指定
入院医療機関の運営におけるNHO/NCと自治体立との比較

NHO 榊原病院 壁屋 康洋

 O2-70-2∙ ∙北陸病院　医療観察法病棟における作業療法士の関わり
NHO 北陸病院 松永 鉄平

 O2-70-3∙ ∙外来に通院するギャンブル依存症の患者およびその家族に関わる支援チーム
スタッフの陰性感情体験に関する研究

NHO 琉球病院 宮平 貴子

 O2-70-4∙ ∙ギャンブル障害の疑いがある者の割合の推計　―精神的健康との関連にも着
目して―

NHO 久里浜医療センター 浦山 悠子

 O2-70-5∙ ∙Gambling∙Disorder（ギャンブル障害）治療プログラムの長期的な有効性に
ついて：日本における多施設共同研究

NHO 久里浜医療センター 松崎 尊信

 O2-70-6∙ ∙依存症当事者とその家族の相談への抵抗感について
NHO 久里浜医療センター／東京大学大学院 柴山 笑凜

口演 71  ［ リハビリテーション10　理学療法　転倒・フレイル ］
14:10～15:00 第12会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）11階 1101+1102）

座長：山原 純 （NHO 舞鶴医療センター リハビリテーション科理学療法士長）

 O2-71-1∙ ∙転倒リスク評価としての二重課題の重要性～症例を通して日常生活のリスク
を検討する～

NHO 東近江総合医療センター 谷 篤志

 O2-71-2∙ ∙急性期病院における転倒者の特徴と外傷転倒との関連因子についての研究
NHO 嬉野医療センター 林 勝仁
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 O2-71-3∙ ∙腹部外科手術を受ける患者の術前後におけるバランス能力の変化について～
フレイルに着目して～

NHO 東近江総合医療センター 梶川 美紅

 O2-71-4∙ ∙造血幹細胞移植前のフレイルと移植後のQOLの関連：多施設コホート研究
NHO 北海道がんセンター 森瀬 脩平

 O2-71-5∙ ∙心臓血管センターでのリハビリ介入患者におけるサルコペニア合併率について
NHO 名古屋医療センター 水谷 圭佑

口演 72  ［ 人材育成 ］
14:10～15:10 第14会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 1202）

座長：竹田 錦紀 （NHO 名古屋医療センター 看護師長）

 O2-72-1∙ ∙急性・重症患者看護専門看護師が実践するRRTの取り組みと課題∙-活動日ラ
ウンドを通して-

NHO 呉医療センター 長岡 孝典

 O2-72-2∙ ∙倫理教育・倫理ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ導入による看護師の倫理的行動に関する実態調査∙―
大出順の倫理的行動尺度2020年版を用いて―

NHO 沖縄病院伊良部 梨知子

 O2-72-3∙ ∙臨床推論を活用した看護教育への取り組み～臨床判断能力の育成に向けて～
NHO 埼玉病院 田中 啓一郎

 O2-72-4∙ ∙シミュレーション研修を用いた効果的な教育方法の取り組み∙-経皮的血栓回
収術介助の確立-

NHO 埼玉病院 松島 めぐみ

 O2-72-5∙ ∙救命救急センターにおける緊急再開胸止血術に備えたシミュレーション教育
の取り組み

NHO 埼玉病院 小笠原 友子

 O2-72-6∙ ∙医療施設における看護師及び看護補助者に対する災害看護教育に関する実態
調査

NHO 東京医療センター 岡崎 敦子

口演 73  ［ 膵脾疾患 ］
14:20～15:10 第15会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）12階 グラントック）

座長：德永 尚之 （NHO 福山医療センター 肝胆膵外科部長）

 O2-73-1∙ ∙急性膵炎後の被包化膵壊死に対して超音波内視鏡下ドレナージ施行後，膵結
腸瘻を合併した一例

NHO 金沢医療センター 浅井 寿規
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 O2-73-2∙ ∙膵癌に対する門脈合併膵頭十二指腸切除術症例の検討
NHO 名古屋医療センター 末永 雅也

 O2-73-3∙ ∙膵腺扁平上皮癌切除症例の報告
NHO 福山医療センター 大元 航暉

 O2-73-4∙ ∙若年女性に発症した、カテコラミン産生性巨大パラガングリオーマの一切除例
NHO 東広島医療センター 日浦 雄太

 O2-73-5∙ ∙術前診断が困難であった脾過誤腫の1切除例
NHO 嬉野医療センター 丸山 圭三郎

口演 74  ［ ゲノム医療 ］
15:00～15:40 第5会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1008）

座長：仁科 智裕 （NHO 四国がんセンター がんゲノム医療センター部長）

 O2-74-1∙ ∙当院での消化器癌領域の遺伝子パネル検査の現状
NHO 福山医療センター 住井 遼平

 O2-74-2∙ ∙大阪南医療センターのがんゲノム医療：現状と未来への課題
NHO 大阪南医療センター 佐々木 祐太

 O2-74-3∙ ∙心血管疾患における希少疾患診断のためのNGSを使用した遺伝子検査体制
の構築

国立循環器病研究センター 久郷 佳央梨

 O2-74-4∙ ∙遺伝子検査成功への取り組み∙―当院におけるプレアナリシス工程の見直し
と品質管理を目的とした取り組みについて―

NHO 山口宇部医療センター 山下 大貴

口演 75  ［ 呼吸器疾患3 ］
14:50～15:40 第6会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）10階 1009）

座長：田宮 朗裕 （NHO 近畿中央呼吸器センター 腫瘍内科医長）

 O2-75-1∙ ∙好酸球は非小細胞肺癌患者に対する免疫チェックポイント阻害薬の効果予測
バイオマーカー

NHO 高知病院 竹内 栄治

 O2-75-2∙ ∙肺小細胞癌患者に対する免疫チェックポイント阻害薬併用化学療法の効果と
安全性

NHO 弘前総合医療センター 中野渡 優人

 O2-75-3∙ ∙当院における高齢者EGFR遺伝子陽性IV期肺癌に対するオシメルチニブの
安全性

NHO 弘前総合医療センター 矢野 沙耶香
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 O2-75-4∙ ∙ALK融合遺伝子変異陽性の進行再発非小細胞肺癌に対する治療の有効性と
治療シークエンスの検討

NHO 大阪刀根山医療センター 赤澤 結貴

 O2-75-5∙ ∙進展型小細胞肺癌に対するアテゾリズマブ＋化学療法併用療法　茨城県多施
設共同研究

NHO 霞ヶ浦医療センター 菊池 教大

ポスター 109  ［ 医療機器管理 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：遠嶋 茂人 （NHO 小倉医療センター 統括診療部）

 P2-109-1∙ ∙夏季・冬季の外気温変化による加温加湿器の性能評価
NHO 医王病院 岡野 安太朗

 P2-109-2∙ ∙非侵襲的陽圧換気における加温加湿器設定の最適化に関する検討
NHO 神戸医療センター 足立 有彩

 P2-109-3∙ ∙NKV-330における加温加湿の快適設定評価
NHO 山口宇部医療センター 宮川 奏

 P2-109-4∙ ∙透析用監視装置の節電対策
NHO 千葉東病院 高橋 快

 P2-109-5∙ ∙ペースメーカー読み込みエラーの原因特定に時間を要した一症例
NHO 呉医療センター 吉岡 音奈

 P2-109-6∙ ∙モニタ送信機のゾーン配置を経験して
NHO あきた病院 岡野 卓

 P2-109-7∙ ∙経腸栄養ポンプ切り替えキットの導入と評価
NHO 愛媛医療センター 早田 博行

ポスター 110  ［ 医療安全5　服薬・嚥下2 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：下司 有加 （NHO 大阪医療センター 看護師長）

 P2-110-1∙ ∙安全・確実な服薬管理に向けての取り組み
NHO 大分医療センター 山村 勇策

 P2-110-2∙ ∙入退院支援センターにおける薬剤師介入実績と今後の課題
NHO 東京医療センター 新保 一

 P2-110-3∙ ∙テモダール長期投与事例に対する再発防止に向けて、効率的な休薬管理への
取り組み

NHO 関門医療センター 吉藤 直久
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 P2-110-4∙ ∙内服与薬の安全な実施に向けての薬歴管理システム導入
NHO 嬉野医療センター 大宅 安代

 P2-110-5∙ ∙嚥下分類2-2相当の食物形態へ調整を行った患者の現状調査
NHO 熊本医療センター 加來 正之

 P2-110-6∙ ∙当院における高齢者の窒息対策とその成果について
NHO 北海道医療センター 樋口 清美

 P2-110-7∙ ∙当院での誤嚥・窒息防止の取り組み∙ー誤嚥・窒息防止啓発ポスターの作成－
NHO 福岡東医療センター 西田 淳基

ポスター 111  ［ 働き方改革3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中村 貴行 （NHO 大阪医療センター 臨床工学技士長）

 P2-111-1∙ ∙RPA（Robotic∙Process∙Automation）を活用した業務負担軽減、収益増加
の試み

NHO 東近江総合医療センター 久保 遼平

 P2-111-2∙ ∙A病院における、病棟に勤務する看護職及び療養介助職の腰痛実態調査
NHO あわら病院 大島 怜暢

 P2-111-3∙ ∙当院におけるリハビリテーション科業務改善プロジェクト～アンケート調査
から見えた課題とワーキンググループでの取り組み～

NHO 高崎総合医療センター 小林 未知矢

 P2-111-4∙ ∙進化する病院と共に創る未来～進化を遂げたコンプリートガイド～
NHO 九州医療センター 折尾 帆波

 P2-111-5∙ ∙診療放射線技師の働き方改革：遠隔画像処理システムで可能になる在宅勤務
NHO 水戸医療センター 木村 敏秀

 P2-111-6∙ ∙疑義紹介簡素化プロトコル（疑義照会PBPM）の運用開始による効果について
NHO 旭川医療センター 花井 耀生

 P2-111-7∙ ∙障害者雇用の生み出す可能性
NHO 舞鶴医療センター 吉水 のどか

ポスター 112  ［ 地域連携・地域包括ケア5 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：橋本 昌樹 （NHO 兵庫中央病院 副理学療法士長）

 P2-112-1∙ ∙呼吸器疾患患者の継続したリハビリテーション実現に向けて：当院の現状
NHO 大牟田病院 奥園 翔太

 P2-112-2∙ ∙訪問リハビリテーションの実施件数増加に向けての取り組みと成果
NHO 兵庫中央病院 上江田 勇介
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 P2-112-3∙ ∙当院の精神科訪問看護における作業療法士の役割に関する考察
NHO 久里浜医療センター 北村 百合子

 P2-112-4∙ ∙入退院を繰り返す患者が在宅での看取りを選択できた症例報告
NHO 舞鶴医療センター 四方 文子

 P2-112-5∙ ∙入院当日から在宅療養に向けた情報収集用紙の改定～事例から活用を振り返
る～

NHO 浜田医療センター 三澤 綾

 P2-112-6∙ ∙作業療法士の新たな職域での有用性に関する考察-精神科訪問看護部門への
配置後1年の振り返りを通してｰ

NHO 久里浜医療センター 杉山 和美

 P2-112-7∙ ∙高流量酸素吸入患者の自宅への退院支援について～多職種で認識を共有する
ための気づき～

NHO 近畿中央呼吸器センター 片岡 民江

ポスター 113  ［ 重症心身障害　在宅支援・日中活動3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：溝口 東子 （NHO 兵庫あおの病院 療育指導室主任児童指導員）

 P2-113-1∙ ∙重症心身障がい児（者）病棟におけるコロナ禍後の共食についての活動支援
NHO 兵庫あおの病院 湯川 祥成

 P2-113-2∙ ∙あおば30分クッキング
NHO あわら病院 宮川 朋和

 P2-113-3∙ ∙重症心身障害児の問いかけに対する反応について
NHO 医王病院 七黒 由梨

 P2-113-4∙ ∙筋ジストロフィ―病棟におけるペットロボットの疑似動物介在活動～
LOVOT（ラボット）とのコミュニケーション活動の報告～

NHO 東埼玉病院 堀之口 舞

 P2-113-5∙ ∙重症心身障がい児（者）へのQOLを高める支援　～離床してからの関わり～
NHO 兵庫あおの病院 小松 雅行

 P2-113-6∙ ∙今後の年間行事計画の在り方　～過去10年間の年間行事を振り返って～
NHO 奈良医療センター 藤山 なるみ

 P2-113-7∙ ∙重度知的障害を有する通所事業利用者の療育活動中における自傷行為等の軽
減を目指して

NHO やまと精神医療センター 澤西 麻里
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ポスター 114  ［ HIV・抗酸菌・新型コロナウイルス2 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：横幕 能行 （NHO 名古屋医療センター エイズ総合診療部長）

 P2-114-1∙ ∙抗HIV薬の処方および採用状況等に関するアンケート調査
NHO 大阪医療センター 矢倉 裕輝

 P2-114-2∙ ∙血友病薬害被害者の冠動脈評価
NHO 仙台医療センター 今村 淳治

 P2-114-3∙ ∙HIV陽性者の受診中断・再開・継続理由とその心理的背景に関する研究
NHO 大阪医療センター 神野 未佳

 P2-114-4∙ ∙2023年までの10年間での当院における抗酸菌検出状況
NHO 東広島医療センター 天野 亜希

 P2-114-5∙ ∙肺Mycobacterium∙avium∙complex症および肺結核の混合感染をきたした
一例

NHO 米子医療センター 山本 光紘

 P2-114-6∙ ∙多剤耐性結核治療に関連する薬剤の耐性カテゴリーの検証と耐性頻度
NHO 近畿中央呼吸器センター 吉田 志緒美

 P2-114-7∙ ∙外傷手術件数の推移から見たCOVID-19流行期の社会レジリエンス
NHO 長崎医療センター 藤岡 正樹

ポスター 115  ［ 医療情報システム ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：白永 由紀子 （NHO 近畿中央呼吸器センター 医療情報管理室）

 P2-115-1∙ ∙医用画像表示モニタ品質管理業務の整備に向けた取り組み
NHO 仙台医療センター 高橋 海翔

 P2-115-2∙ ∙RPAを活用した退院時サマリ督促業務の効率化
国立循環器病研究センター 尾崎 大樹

 P2-115-3∙ ∙診療情報管理士による電子カルテ文書の管理状況の改善のための取り組み
国立循環器病研究センター 森崎 宗一郎

 P2-115-4∙ ∙ミニマムコストを目指した第4期HOSPNET移行事例について
NHO 西新潟中央病院 叶谷 信治雄

 P2-115-5∙ ∙看護必要度に関わる算定の向上と業務時間の短縮ITシステムサポートを利
用して

NHO 東近江総合医療センター 人見 暢彦

 P2-115-6∙ ∙第4期HOSPnet診療系プラットフォーム利用による施設間の遠隔病理診断
システム構築について

NHO 南京都病院 北口 英明
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 P2-115-7∙ ∙teamsを利用したSEレベル向上を目指したQC活動、および第4期
HOSPnet移行に向けた情報共有について

NHO 西新潟中央病院 叶谷 信治雄

 P2-115-8∙ ∙マイナ保険証利用促進のための取り組みについて～医療DXを見据えて～
NHO 鹿児島医療センター 有田 凌央

ポスター 116  ［ 重症心身障害　看護領域3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：迫井 美帆 （NHO 賀茂精神医療センター 教育研修係長 看護師長）

 P2-116-1∙ ∙重症心身障害児病棟で短期入院を利用する医療的ケア児が治療入院へ移行し
ないために必要な要素を探る

NHO 医王病院 大橋 賢蔵

 P2-116-2∙ ∙重症心身障害児（者）の終末期ケアを行った熟練看護師の倫理的ジレンマと
その解決方法－3名の看護師のインタビューから－

NHO 鈴鹿病院 赤塚 綾乃

 P2-116-3∙ ∙重症心身障がい児（者）病棟看護師の患者対応に関する陰性感情の意識調査
NHO 米沢病院 阿部 有希

 P2-116-4∙ ∙重症心身障害児（者）の生活環境に対する環境整備の意識調査
NHO 三重病院 川西 瑞希

 P2-116-5∙ ∙重症心身障害者病棟における中堅看護師のモチベーションを高めるために～
キャリア・アンカーを基盤として～

NHO 千葉東病院 石井 亮太朗

 P2-116-6∙ ∙重症心身障害児（者）のケアに従事する若手看護師の看護の特殊性に対する
思い

NHO 東埼玉病院 川崎 沙也

 P2-116-7∙ ∙重症心身障がい児（者）病棟における摂食機能療法の現状と看護師の思い
NHO さいがた医療センター 山本 健太

 P2-116-8∙ ∙重症心身障害児（者）の骨折リスク評価スケールを導入し、骨折に対する看
護職員の認識の変化

NHO 紫香楽病院 芦田 翔悟
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ポスター 117  ［ 業務効率と働き方 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：天神 香 （NHO 都城医療センター 看護師長）

 P2-117-1∙ ∙副看護師長会における陰部清拭用ワイプ導入に向けた取り組み～業務の効率
化を通した患者ケアの改善を目的として～

NHO 村山医療センター 佐々木 恭兵

 P2-117-2∙ ∙オムツ交換時の陰部ケア方法の変更によるスタッフの業務負担感軽減の取り
組み

NHO 南京都病院 飛田 まき

 P2-117-3∙ ∙経管栄養の準備時間短縮への取り組み～直接的ケア時間の確保～
NHO 南京都病院 埜邉 雪乃

 P2-117-4∙ ∙訪問看護における業務改善の取り組み　～訪問件数を伸ばして超過勤務を削
減する～

NHO 肥前精神医療センター 霜村 健

 P2-117-5∙ ∙始業前勤務削減の取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 細川 文子

 P2-117-6∙ ∙ハンセン病療養所A園で働く中堅看護師の仕事意欲と関連する要因
国立療養所奄美和光園 窪田 マキ

 P2-117-7∙ ∙看護職のワーク・ライフ・バランスの推進　ーインデックス調査を通して―
NHO 高知病院 橘 緑里

 P2-117-8∙ ∙副看護師長の管理能力の育成∙―勤務表作成を通して―
NHO 東京病院 木村 麻紀

ポスター 118  ［ 看護業務3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：西 紗津樹 （NHO 九州医療センター 周産期センター看護師長）

 P2-118-1∙ ∙A病院における食物負荷試験に携わる看護師の不安や負担の要因
NHO 大阪南医療センター 山中 里紗

 P2-118-2∙ ∙一定時間のマスク装着によるマスク内環境の変化と皮膚常在菌数の関連
NHO 京都医療センター 鷲田 ていこ

 P2-118-3∙ ∙新型コロナウイルス感染症5類移行後の感染症病棟看護師と一般病棟看護師
の認識の相違～態度の3要素による分析～

NHO 東近江総合医療センター 濱田 緋奈

 P2-118-4∙ ∙A病院におけるシャントに関する知識の実態調査～院内で統一したシャント
管理を行うために～

NHO 金沢医療センター 沖田 綾花
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 P2-118-5∙ ∙呼吸器内科病棟における歯科連携の実態調査
NHO 東京病院 真柄 香

 P2-118-6∙ ∙リフレクションによる救急看護師の重症患者家族看護の意識変化
NHO 福岡東医療センター 冨吉 桃佳

 P2-118-7∙ ∙A病棟における看護師のせん妄の認識と実践の現状調査
NHO 小倉医療センター 下田 しおり

 P2-118-8∙ ∙病棟スタッフが同僚への注意や指摘をためらう心理的要因
NHO 兵庫あおの病院 原本 洋海

ポスター 119  ［ 看護管理2 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中村 千夏 （NHO 静岡医療センター 看護師長）

 P2-119-1∙ ∙心不全退院後の患者を対象とした看護外来の設立に関して
NHO 高崎総合医療センター 悴田 倫子

 P2-119-2∙ ∙A病院における社会人基礎力調査について
NHO 青森病院 吉澤 ひろみ

 P2-119-3∙ ∙メンタルヘルスに関連したアンケートから得られた年代別傾向
NHO 仙台医療センター／ NHO 仙台西多賀病院 徳田 直子

 P2-119-4∙ ∙A病院の神経筋難病病棟に勤務する看護師のストレス要因とその対処法
NHO 熊本再春医療センター 秋吉 明美

 P2-119-5∙ ∙A病院緩和ケア病棟のデスカンファレンスにおける現状と今後の課題
NHO 舞鶴医療センター 渡辺 孝志

 P2-119-6∙ ∙40歳以上の女性看護師を対象とした深夜勤務の疲労にアプローチした徒手
療法

NHO 北陸病院 池田 千明

 P2-119-7∙ ∙夜間における患者ケアの充実をめざして　～夜間の看護補助者として看護学
生アルバイトを取り入れて～

NHO 金沢医療センター 濱田 高枝

 P2-119-8∙ ∙看護師の判断・指示を確実に実施する取り組み～看護補助者業務指示書の統
一化～

NHO 横浜医療センター 鈴木 裕美
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ポスター 120  ［ 看護技術3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中村 博子 （NHO 災害医療センター 副看護部長）

 P2-120-1∙ ∙認知症マフ使用による身体拘束解除に向けた関わり
NHO 米沢病院 金 奈々美

 P2-120-2∙ ∙認知症高齢患者への包括的BPSDケアシステムを用いた効果
NHO 小諸高原病院 原田 直樹

 P2-120-3∙ ∙高齢者の術後疼痛コントロールの必要性について　～せん妄リスクが高い患
者への関わり～

NHO 南和歌山医療センター 赤松 瑞葉

 P2-120-4∙ ∙急性期病院での院内デイケア導入による患者の生活リズムの変化
NHO 信州上田医療センター 竹内 晴香

 P2-120-5∙ ∙ケアに対して拒否がある患者に対する関わり
NHO 埼玉病院 畑 真実

 P2-120-6∙ ∙術後に低活動型せん妄を発症し援助を拒否する患者への関わり
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 山本 心晴

 P2-120-7∙ ∙救命救急センターにおける自殺再企図防止のための取り組みと今後の課題
国立国際医療研究センター病院 阿部 佳実

 P2-120-8∙ ∙多系統萎縮症患者とのコミュニケーション方法の検討
NHO あきた病院 小関 駿

ポスター 121  ［ 意思決定支援2 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：豊田 英美 （NHO 四国がんセンター 看護師長）

 P2-121-1∙ ∙通院治療センターにおけるがん患者の意思決定支援のための試み
NHO 西埼玉中央病院 二神 智子

 P2-121-2∙ ∙急性期病棟における終末期がん患者に対する支援の考察
NHO 関門医療センター 毛利 巴香

 P2-121-3∙ ∙肺癌末期患者の意思決定支援における一事例
NHO 長良医療センター 森 実咲

 P2-121-4∙ ∙SICGを使用した関わりから見える看護師の意識・行動の変化～肺がん患者
の意思決定を振り返る～

NHO 旭川医療センター 益塚 亜梨沙

 P2-121-5∙ ∙最期まで愛着のある自宅で過ごしたいと希望がある独居患者への関わり～意
向に相違がある本人と家族の合意形成・意思決定支援の一例～

NHO 姫路医療センター 神田 智香
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 P2-121-6∙ ∙不安の強い患者の退院支援に関わって～揺れ動く気持ちに寄り添った意思決
定支援～

NHO 熊本南病院 桐原 由香里

 P2-121-7∙ ∙外来でがん告知を受けた直後の患者への認定看護師の関わり～患者の言動か
ら意思決定を支援するために必要な事を考える～

NHO 米子医療センター 田村 泉

 P2-121-8∙ ∙患者の生活における目標達成に向けた支援－患者の意思決定に各分野の認定
看護師が介入して－

NHO 熊本医療センター 河端 真弓

ポスター 122  ［ 教育実践 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 真由美 （NHO 嬉野医療センター附属看護学校 教育主事）

 P2-122-1∙ ∙新人看護教員の授業リフレクションの経験に関する記述的研究
NHO 姫路医療センター附属看護学校 松本 容子

 P2-122-2∙ ∙基礎看護学実習2の実習前演習の学習効果
NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校 久野 咲子

 P2-122-3∙ ∙看護実践力を育成する教育方法　～ 1年次のOSCE実践報告～
NHO 大阪医療センター附属看護学校 田村 照子

 P2-122-4∙ ∙看護学生の夜間看護を学ぶためのシミュレーション教育の実践報告
NHO 姫路医療センター附属看護学校 松浦 美代

 P2-122-5∙ ∙下級生のOSCEに模擬患者・評価者として参加した学生の学び
NHO 大阪医療センター附属看護学校 藤崎 奈穂

 P2-122-6∙ ∙科目「日常生活と解剖生理」による学生の学びの実態について
NHO 舞鶴医療センター附属看護学校 山口 綾

 P2-122-7∙ ∙模擬電子カルテを用いたPBL学習の実態調査
NHO 北海道医療センター附属札幌看護学校 玉村 真弓

 P2-122-8∙ ∙看護基礎教育にICTを活用した教育的効果～技術練習にロイロノートを導入
しての実践報告～

NHO 舞鶴医療センター附属看護学校 坂根 朋弥
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ポスター 123  ［ 医療の質　薬剤領域 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 靖子 （NHO 宇多野病院薬剤部 薬剤部長）

 P2-123-1∙ ∙3剤以上を混合した新たな配合変化表の作成と薬剤師・看護師への業務負担
軽減調査

NHO 東京病院 安田 和誠

 P2-123-2∙ ∙和歌山病院におけるポリファーマシー改善への取り組みと介入症例の分析検討
NHO 和歌山病院 仙石 歩夢

 P2-123-3∙ ∙当院における電子会議室を活用したポリファーマシー改善への積極的な介入
NHO あわら病院 福島 庸希

 P2-123-4∙ ∙主にCYP（肝代謝酵素）代謝薬剤を用いた指導患者への薬物相互作用モニタ
リングについて

NHO 村山医療センター 岡 俊太

 P2-123-5∙ ∙テオフィリン、タムスロシン徐放性製剤の薬物動態に変動を与える食事の影響
NHO 東埼玉病院 中澤 一治

 P2-123-6∙ ∙抗てんかん薬を服用している重度心身障害者における血清セレン濃度に関す
る実態調査

NHO 南京都病院 桶本 幸

 P2-123-7∙ ∙エダラボン点滴静注からエダラボン内用懸濁液切り替えによる有害事象発現
状況調査

NHO 熊本再春医療センター 松本 淳

 P2-123-8∙ ∙頭頚部がんに対する光免疫療法（頭頚部アルミノックス療法）導入に向けた
薬剤部の取り組み

NHO 京都医療センター 池上 洋平

ポスター 124  ［ リハビリテーション14　理学療法　心疾患・内科疾患 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：野田 一樹 （NHO 北海道がんセンター リハビリテーション科理学療法士）

 P2-124-1∙ ∙心肺運動負荷試験導入への取り組み
NHO 南岡山医療センター 幸田 祐美

 P2-124-2∙ ∙CPX導入に伴った運動負荷の再設定
NHO 南岡山医療センター 大松 佑也

 P2-124-3∙ ∙腹部大動脈瘤破裂後，ステントグラフト挿入術後の一症例における骨格筋量
変化について

NHO 静岡医療センター 内藤 裕治 ポ
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 P2-124-4∙ ∙高齢心疾患患者における下肢筋力とガス交換比の関係
NHO 霞ヶ浦医療センター 岩田 直人

 P2-124-5∙ ∙心疾患患者に対して理解度チェックリストを用いた当院における新たな取り
組み

NHO 相模原病院 三澤 俊太

 P2-124-6∙ ∙さがみはら病院心リハクイズの作成と運用
NHO 相模原病院 小池 友和

 P2-124-7∙ ∙生体肝移植を目指した肝肺症候群患者に対する理学療法を経験して
NHO 埼玉病院 田中 透

 P2-124-8∙ ∙2型糖尿病患者における運動セルフエフィカシーとNon∙Exercise∙Activity∙
Thermogenesis∙の関連について

国立国際医療研究センター国府台病院 戸田 渚

ポスター 125  ［ 看護 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：吉﨑 宣夫 （NHO 紫香楽病院 事務部長）

 P2-125-1∙ ∙ベッドサイドに電子カルテをもちこんだ際の看護師の行動に関する実態調査
NHO 金沢医療センター 武部 優花

 P2-125-2∙ ∙療養介護病棟に入院している神経筋難病患者の満足度の実態調査
NHO 高松医療センター 佐野 裕司

 P2-125-3∙ ∙動画視聴後のリフレクションがもたらす接遇改善の効果
NHO 八戸病院 大澤 麗美

 P2-125-4∙ ∙DWHデータを活用した外来採血室待ち時間短縮への取り組み
NHO 渋川医療センター 松本 美紀

 P2-125-5∙ ∙個室病棟の患者の看護における満足度調査～患者の満足度と看護師の看護に
対する評価の比較～

NHO 名古屋医療センター 山口 紗季

 P2-125-6∙ ∙「妊婦におけるSNS活用の実態調査」～妊婦の不安・疑問に答えるための保
健指導に向けて～

NHO 神戸医療センター 平野 愛実

 P2-125-7∙ ∙副看護師長が行う楽々スマート入院～ぶらり手ぶら入院～
NHO 横浜医療センター 田村 節子

 P2-125-8∙ ∙側弯外来での診察衣の検討
NHO 宇都宮病院 中島 奈穂子
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ポスター 126  ［ 医療の質と診療録 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：下城 康史 （NHO 大阪医療センター 診療情報管理係長）

 P2-126-1∙ ∙診療録量的点検の効率化に関する取り組み
NHO 四国がんセンター 大西 純子

 P2-126-2∙ ∙多職種による診療録監査の取り組みについて
NHO 呉医療センター 古山 卓也

 P2-126-3∙ ∙リハビリテーション診療記録の内部監査について
NHO 名古屋医療センター 吉岡 稔泰

 P2-126-4∙ ∙電子カルテデータ分析による身体抑制最小化　第一弾
NHO 山形病院 高橋 聡子

 P2-126-5∙ ∙臨床評価指標による医療の質向上の報告宮崎東病院：65　パーキンソン病
患者に対するリハビリテーションの実施率

NHO 小倉医療センター 榎木 大介

 P2-126-6∙ ∙沖縄病院におけるステロイド長期服用患者に対する骨密度測定と骨粗鬆症治
療の実施率向上の取り組み

NHO 沖縄病院 上原 智博

 P2-126-7∙ ∙ペースメーカー導入期加算100％算定を目指して！　～医師事務の奮闘記～
NHO 弘前総合医療センター 小林 朱美

 P2-126-8∙ ∙呼吸器内科医師事務における入院予定患者数を把握するための取り組み　～
失敗を繰り返した先にみえる未来とは～

NHO 弘前総合医療センター 野呂 千鶴

ポスター 127  ［ 人材確保・育成3 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大西 幸代 （NHO 奈良医療センター 理学療法士長）

 P2-127-1∙ ∙キャリアパスを用いた科内全体での新人教育について―アンケート調査から
みえた運用の工夫と課題―

NHO 南九州病院 竹下 晃

 P2-127-2∙ ∙急性期リハビリテーションのモチベーション調査
NHO 横浜医療センター 小林 智之

 P2-127-3∙ ∙国立病院機構作業療法士協議会九州部会における研修会について
NHO 福岡東医療センター 永元 宏起

 P2-127-4∙ ∙九州グループリハ部門の教育システムの現状と今後の展望
NHO 西別府病院 高木 利栄子
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 P2-127-5∙ ∙九州グループ療育指導室における人材育成及び組織力向上について
NHO 琉球病院 金城 安樹

 P2-127-6∙ ∙新たな人材育成への取り組み～福井県NHO（敦賀医療センター・あわら病
院）療育指導室の交流を図った取り組み～

NHO 敦賀医療センター 宮岡 侑輝

 P2-127-7∙ ∙児童指導員の人材育成に対する取り組みと課題～全国児童指導員協議会近畿
支部の活動を通して～

NHO 兵庫中央病院 川久保 幸代

 P2-127-8∙ ∙九州グループ栄養管理部門における人材育成の取り組み～スキルアップ目標
共有化ツールの作成～

NHO 九州グループ 中山 美帆

ポスター 128  ［ 医療安全6　インシデント ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：石原 一二三 （NHO 大阪刀根山医療センター 看護師長（医療安全管理係長））

 P2-128-1∙ ∙重症心身障害者児（者）病棟における骨折撲滅チーム3年間の活動報告
NHO 東佐賀病院 鬼塚 由大

 P2-128-2∙ ∙インシデント報告のAIによる分析の試み
NHO 四国がんセンター 庄野 三郎

 P2-128-3∙ ∙『危険日』見つけました！！！
NHO 山形病院 高橋 晶子

 P2-128-4∙ ∙コミュニケーションエラーに対しチェックバックの効果について～手術室の
インシデント減少に取り組んで～

NHO 姫路医療センター 山野 満知瑠

 P2-128-5∙ ∙患者誤認によるインシデント減少への取り組み～医療安全推進担当者として
の患者確認の意識改善に向けた取り組み～

NHO 松江医療センター 山根 洋子

 P2-128-6∙ ∙転倒転落インシデントデータの後ろ向き量的分析より取り組みの方向性を検
討する

NHO 下志津病院 中村 智子

 P2-128-7∙ ∙指差呼称効果体験から指差呼称の大切さに気づく関わり
NHO 近畿中央呼吸器センター 冨満 加奈

 P2-128-8∙ ∙Goodjob報告から見えてきた転倒防止への課題
NHO 指宿医療センター 松元 恭子
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ポスター 129  ［ 感染対策・感染管理4 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：鈴木 由美 （NHO 下志津病院 感染症内科医長）

 P2-129-1∙ ∙手指消毒実施回数の向上維持につながった要因の後方視的検討
NHO 医王病院 池下 聖子

 P2-129-2∙ ∙手指衛生の意識を向上させるための取り組み
NHO 新潟病院 金子 一生

 P2-129-3∙ ∙1患者1日あたりの手指消毒回数増加を目指した管理者への手指衛生に関す
る支援とその成果

NHO 敦賀医療センター 隨原 さとえ

 P2-129-4∙ ∙手指衛生改善に向けた取り組み～ WHO手指衛生多角的戦略1年目の活動
評価と課題～

NHO 大阪医療センター 坪倉 美由紀

 P2-129-5∙ ∙A病棟看護職員の手洗い遵守に関する実態調査と実施率向上に繋がらない原
因追求

国立成育医療研究センター 三原 麻美

 P2-129-6∙ ∙手指衛生実施率向上のための取り組み
NHO 東京医療センター 古舘 加奈子

 P2-129-7∙ ∙擦式消毒薬の設置場所と費用対効果感染予防対策の現状調査を通して明らか
になったこと

NHO 姫路医療センター 竹田 彩希

ポスター 130  ［ 重症心身障害　在宅支援・日中活動4 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：二村 直伸 （NHO 兵庫中央病院 副院長／脳神経内科診療部長）

 P2-130-1∙ ∙山梨県医療的ケア児支援センターの役割について
NHO 甲府病院 沢登 恵美

 P2-130-2∙ ∙近隣の支援学校に通う医療的ケア児の救急搬送についての検討
NHO 南岡山医療センター 井上 美智子

 P2-130-3∙ ∙新型コロナウイルス感染拡大により短期入所を利用出来なかった患者・家族
の思いを考察する

NHO 広島西医療センター 向根 彩那

 P2-130-4∙ ∙筋ジストロフィー病棟との連携による医療型短期入所受け入れ強化の取り組み
NHO 兵庫中央病院 岸添 有喜子
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 P2-130-5∙ ∙重症心身障がい児（者）のADL向上に伴う重力負荷による骨折予防への取り
組み

NHO 大牟田病院 川口 倫子

 P2-130-6∙ ∙重症心身障害児者における排唾管を用いた口腔内低圧持続吸引に関する検討
NHO 渋川医療センター 井上 文孝

 P2-130-7∙ ∙肺炎を繰り返す重症心身障障害者に対して機器を用いて行った排痰療法の一例
NHO あわら病院 藤嵜 孝次

 P2-130-8∙ ∙脳性麻痺患者に対して病棟看護師と協力し呼吸理学療法を実施し誤嚥性肺炎
を予防できた一症例

NHO 兵庫中央病院 中原 慶祐

ポスター 131  ［ 神経･筋疾患4 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：高橋 和也 （NHO 医王病院 統括診療部長）

 P2-131-1∙ ∙パーキンソン病患者精神・認知症状有無における辺縁系基底核のMRIによ
る評価

NHO 大牟田病院 栄 信孝

 P2-131-2∙ ∙当院におけるパーキンソン病患者の診療状況について
NHO 東名古屋病院 横川 ゆき

 P2-131-3∙ ∙レボドパ持続皮下注射療法（continuous∙subcutaneous∙infusion:∙CSCI）
の自験例における検討と課題

NHO 相模原病院 宮城 雄一

 P2-131-4∙ ∙進行期パーキンソン病の低血糖の頻度と臨床背景についての検討
NHO 宇多野病院 朴 貴瑛

 P2-131-5∙ ∙頸椎術後に筋萎縮性側索症が急速進行した1例
NHO 埼玉病院 鈴木 黛

 P2-131-6∙ ∙非侵襲的陽圧呼吸で長期間経過した筋委縮性側索硬化症2例の臨床像
NHO 鈴鹿病院 木村 正剛

 P2-131-7∙ ∙声門閉鎖術を行った後バルーン拡張法による嚥下訓練を行った進行性核上性
麻痺の1例

NHO 医王病院 高橋 和也

 P2-131-8∙ ∙成人発症の神経筋疾患における誤嚥防止術後の臨床経過
NHO 医王病院 本崎 裕子
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ポスター 132  ［ 褥瘡/病院管理 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：松谷 智子 （NHO 小倉医療センター 栄養管理室長）

 P2-132-1∙ ∙地域急性期病院における「避けられない褥瘡」の実態調査
NHO 長崎医療センター 藤岡 正樹

 P2-132-2∙ ∙褥瘡のある患者へのNSTと褥瘡対策チームとしての取り組み
NHO 小倉医療センター 石田 朱音

 P2-132-3∙ ∙新人看護師の褥瘡予防に対する困難感への副看護師長の介入
NHO 大阪南医療センター 東 美由紀

 P2-132-4∙ ∙泌尿器科におけるマジックベッド使用時の皮膚障害予防に向けた取り組み
NHO 岡山医療センター 豊田 朋未

 P2-132-5∙ ∙褥瘡予防マニュアル遵守に向けた業務改善∙～患者に合った褥瘡予防ケアを
するために～

NHO 西新潟中央病院 渡邉 晶子

 P2-132-6∙ ∙在宅から入院になった患者の黒色期褥瘡の改善経過
NHO 指宿医療センター 渡 靖代

 P2-132-7∙ ∙東海北陸国立病院管理栄養士協議会、会員のためのよい良い広報誌の作成に
向けて

国立駿河療養所 三村 直希

 P2-132-8∙ ∙非常食の保管方法・提供方法
NHO 福山医療センター 板谷 怜美

ポスター 133  ［ 退院支援 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岡田 愛 （NHO 関門医療センター 看護師長）

 P2-133-1∙ ∙在宅酸素療法導入患者の退院支援　～患者・家族の不安を取り除くための関
わり～

NHO 南京都病院 藤本 祐果

 P2-133-2∙ ∙COVID-19流行期の在宅酸素療法に対する病棟看護師の退院指導の実態
NHO 嬉野医療センター 田中 朝海

 P2-133-3∙ ∙脊髄硬膜動静脈瘻患者の自宅退院に向けての関わり
NHO 仙台医療センター 齋藤 友梨恵

 P2-133-4∙ ∙急性期看護であるRICUでの退院支援への取り組み
NHO 大阪刀根山医療センター 芝田 麗奈

 P2-133-5∙ ∙退院支援における病棟看護師の意識調査
NHO 函館病院 畑澤 美智子
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 P2-133-6∙ ∙退院支援プレカンファレンス導入後の病棟看護師の退院支援に対する意識変化
NHO 栃木医療センター 堀井 真琴

 P2-133-7∙ ∙退院支援に対する看護師への意識調査
NHO あきた病院 藤井 雄太郎

 P2-133-8∙ ∙高齢者医療施設の看護師が考える退院支援のアウトカム指標の検討∙―アン
ケート調査を通して―

国立長寿医療研究センター 若山 利予

 P2-133-9∙ ∙自宅退院に向けた多職種連携と退院サポート
NHO 大阪刀根山医療センター 新城 実玖

ポスター 134  ［ 重症心身障害　看護領域4 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：久徳 博子 （NHO 鹿児島医療センター 看護師長）

 P2-134-1∙ ∙耳介に褥瘡を繰り返す重症心身障がい児（者）患者の看護ケア
NHO 南京都病院 河野 美咲

 P2-134-2∙ ∙言語的コミュニケーションが難しい患者の感情表出を促す関わり方
NHO 釜石病院 昆 早菜

 P2-134-3∙ ∙破衣行為を行うA氏に対するストラテジーシートを活用した行動変容につい
て―2年目の挑戦―

NHO 琉球病院 中内 剛

 P2-134-4∙ ∙脳性麻痺を呈している患者に対して座椅子座位の安定性・耐久性向上を目指
して看護師と協力してADL・QOL維持を図った症例

NHO 高知病院 中平 光次朗

 P2-134-5∙ 演題取り下げ

 P2-134-6∙ ∙長期入院中の重症心身障害者の看取りを母とともに考えた一事例
NHO 富山病院 笹川 安麗

 P2-134-7∙ ∙大腸がんを発症した重症心身障害児（者）患者∙―フェイススケール（FRS）5
段階の痛みの評価を用いた支援を通して―

NHO 富山病院 中山 二三

 P2-134-8∙ ∙中途障害の患児を持つ母親の受容段階の援助～フィンクの危機モデルを用い
た一考察～

NHO 南京都病院 湯川 世奈

 P2-134-9∙ ∙重症心身障害児（者）病棟での感染対策における実践介入～新型コロナウイ
ルス感染症患者の受け入れを通して～

NHO 福岡東医療センター 綿貫 香苗ポ
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ポスター 135  ［ 検体検査2 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：波野 真伍 （NHO 鹿児島医療センター 臨床検査科）

 P2-135-1∙ ∙IVIG中の抗A抗体によりクロスマッチ不適合・溶血性貧血を呈した重症ITP
の1症例

NHO 岡山医療センター 中川 智博

 P2-135-2∙ ∙抗Xgaの1症例
NHO 別府医療センター 松石 祥史

 P2-135-3∙ ∙当院における輸血管理システム・全自動輸血検査装置導入による業務改善に
ついて

NHO 村山医療センター 中野 博美

 P2-135-4∙ ∙溶血度判定設定の検討
NHO 名古屋医療センター 奥原 惠

 P2-135-5∙ ∙尿路感染症の診断における膿尿からの好中球分画の採取方法の検討
NHO あわら病院 樫尾 匡人

 P2-135-6∙ ∙汎用自動分析装置によるサーファクタントプロテインD測定試薬の基礎的
検討

NHO 近畿中央呼吸器センター 藤田 真由

 P2-135-7∙ ∙筋ジストロフィー患者に対する病型別BNP評価
NHO 大阪刀根山医療センター 村中 雪羽

 P2-135-8∙ ∙CLEIA法を用いたタウ蛋白・リン酸化タウ蛋白及びアミロイドβ測定の有用
性について

NHO 静岡てんかん・神経医療センター 矢島 合歓

 P2-135-9∙ ∙γ-GTの異常反応より診断に至ったMGUSの1例
NHO 指宿医療センター 迫田 真明

ポスター 136  ［ 臨床試験・治験1 ］
9:50～10:45 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：炭谷 容子 （NHO 呉医療センター 副看護師長）

 P2-136-1∙ ∙近畿グループ内における治験・臨床研究の実施・管理の均質化、適正化の取
り組み

NHO 大阪医療センター 羽田 かおる

 P2-136-2∙ ∙GCP実地調査の経験から学んだ記録作成の検討
NHO 宇多野病院 清水 美佐

 P2-136-3∙ ∙医薬品GCP実地調査を経験して
NHO 金沢医療センター 戸水 尚希
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 P2-136-4∙ ∙電磁化の現状に関する全国アンケート調査　-電磁化導入の障壁-
NHO 名古屋医療センター 永田 翔子

 P2-136-5∙ ∙災害時業務手順書の作成の取り組み～能登半島地震を経験して～
NHO 金沢医療センター 辻 日向子

 P2-136-6∙ ∙当院における治験業務の業務改善報告
NHO 九州がんセンター 仲田 浩成

 P2-136-7∙ ∙国立国際医療研究センター　オリジナルEDCシステム（DaCapo）の開発
国立国際医療研究センター 北島 浩二

 P2-136-8∙ ∙ウイルスベクター投与治験における2施設実施体制の構築と運用について
NHO 大阪刀根山医療センター 吉川 実希

 P2-136-9∙ ∙病院再編統合・施設移転に伴う治験薬移送の経験について
NHO 弘前総合医療センター 石戸谷 奈緒

ポスター 137  ［ 医療安全　臨床工学領域 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：清水 俊行 （NHO 四国がんセンター ME室臨床工学技士長）

 P2-137-1∙ ∙電子カルテを利用した人工呼吸器の情報共有
NHO 東埼玉病院 舩 直也

 P2-137-2∙ ∙シリンジポンプのラウンド効果
NHO 東埼玉病院 五十嵐 清美

 P2-137-3∙ ∙異常個所発見に難渋したdaVinci∙Xiシステムエラーの経験
NHO 九州医療センター 富永 圭一

 P2-137-4∙ ∙臨床工学技士が人工呼吸器装着児の車いす作成に参加することの有用性につ
いて

NHO 福島病院 渡邉 繁

 P2-137-5∙ ∙在宅人工呼吸器管理移行における臨床工学技士の指導時間とインシデント発
生率の関連性

NHO 岩手病院 及川 秋沙

 P2-137-6∙ ∙ECMO回路を利用したCRRT施行時の安全性の検討
NHO 仙台医療センター 南 志穂

ポスター 138  ［ 病理検査2 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：見國 真樹 （NHO 浜田医療センター 副臨床検査技師長）

 P2-138-1∙ ∙膀胱への髄外病変を生じた多発性骨髄腫の1症例
NHO 別府医療センター 松尾 貴弘
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 P2-138-2∙ ∙診断に苦慮した胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1例
NHO 長崎医療センター 添田 李子

 P2-138-3∙ ∙乳腺化生癌（扁平上皮癌）の1症例
NHO 大阪医療センター 道面 将嗣

 P2-138-4∙ ∙外耳道腺様嚢胞癌の一例
NHO 姫路医療センター 吉見 舞子

 P2-138-5∙ ∙破骨型多核巨細胞を伴う退形成癌の1例
NHO 岡山医療センター 原田 侑香里

 P2-138-6∙ ∙甲状腺乳頭癌術後12年後に癌性心膜炎・心臓転移を来した1剖検例
NHO 長崎医療センター 石飛 俊介

ポスター 139  ［ リハビリテーション15　言語聴覚療法　摂食嚥下 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：長谷川 健吾 （NHO 大阪医療センター 主任言語聴覚士）

 P2-139-1∙ 演題取り下げ

 P2-139-2∙ ∙急性壊死性脳症後に嚥下障害を呈した1歳児への介入報告
NHO 南九州病院 本山 ゆり香

 P2-139-3∙ ∙重症心身障害者における食事介助に要する時間の測定［第1報］　―誤嚥窒息
ゼロをめざして―

NHO 奈良医療センター 瀬尾 八栄美

 P2-139-4∙ ∙地域住民の摂食嚥下機能に対する認識度と潜在的摂食嚥下機能障害について
―言語聴覚士の取り組みとアンケート調査の実施－

NHO 南岡山医療センター 小野 亜里沙

 P2-139-5∙ ∙身体リハビリテーション介入及び言語聴覚士の併用介入による結核患者の
ADLと栄養の関連性について

NHO 東佐賀病院 酒井 光明

 P2-139-6∙ ∙鵜呑みにしていませんか？？～食べられる可能性を見逃さないで～
NHO 柳井医療センター 林 純子

ポスター 140  ［ 核医学臨床技術1　PET　心筋SPECT ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：寺川 裕介 （国立循環器病研究センター RI検査主任）

 P2-140-1∙ ∙当院のPET-CT検査における医療従事者の被ばくについての調査
NHO 名古屋医療センター 水谷 旭宏
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 P2-140-2∙ ∙当院でのアミロイドPET検査開始までの報告
NHO 名古屋医療センター 畑 源一郎

 P2-140-3∙ ∙PET-CT装置　Biograph∙VisionとBiograph∙TruePointの画質に関する検討
国立長寿医療研究センター 鈴木 友博

 P2-140-4∙ ∙心臓専用多焦点コリメータを用いた心筋血流シンチグラフィにおける上肢下
垂位が画像に及ぼす影響

NHO 相模原病院 畠山 慎

 P2-140-5∙ ∙99mTc心筋血流SPECTにおける心外集積抑制処理の検討
国立国際医療研究センター病院 岡田 渉吾

 P2-140-6∙ ∙当院における心筋血流シンチ検査で虚血所見を認め、冠動脈造影検査で有意
狭窄病変を認めなかった症例の検討について

NHO 指宿医療センター 永谷 大輔

 P2-140-7∙ ∙心アミロイドーシスにおける従来のH/CL比に変わるSPECT画像から算出
する心/肺比の初期経験

NHO 静岡医療センター 太田 一輝

ポスター 141  ［ 地域連携・地域包括ケア6 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：黒田 暢一 （NHO 姫路医療センター 副院長）

 P2-141-1∙ ∙地域連携強化・問題支援型アプローチのために持つべきホスピタリティ、医
療における「言葉」の可能性、コミュニケーションを探る

NHO 宮城病院 八巻 孝之

 P2-141-2∙ ∙当院における誤嚥性肺炎患者の在院日数短縮の取り組み~「誤嚥性肺炎医療
連携システム」の構築と「肺炎ワーキング」の立ち上げ~

NHO 相模原病院 山路 千尋

 P2-141-3∙ ∙当院の骨折リエゾンチームにおける二次性骨折予防の取り組みについて
NHO 浜田医療センター 山本 悠策

 P2-141-4∙ ∙新型コロナウイルス感染症クラスター施設におけるクラスター対策チーム介
入の影響と今後の地域施設の感染対策指導

NHO 高崎総合医療センター／群馬県感染症対策連絡協議会 中沢 まゆみ

 P2-141-5∙ ∙地域と病院の架け橋となるための感染症流行下における地域医療連携室によ
る退院支援アルゴリズム作成の取組

国立長寿医療研究センター病院 三浦 久幸

 P2-141-6∙ ∙令和6年能登半島地震を通して地域医療連携室の役割を振り返る
NHO 金沢医療センター 上濱 沙織

 P2-141-7∙ ∙令和6年能登半島地震における在宅療養患者の実態調査報告
NHO 医王病院 丸箸 圭子
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ポスター 142  ［ 重症心身障害　在宅支援・日中活動5 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：椎木 泰華 （NHO 敦賀医療センター 療育指導室主任児童指導員）

 P2-142-1∙ ∙療養介護利用者の地域移行の可能性について～ 69歳はじめての一人暮らし～
NHO 敦賀医療センター 原野 めぐみ

 P2-142-2∙ ∙介護力に問題を抱え、退院困難と思われた重症心身障害者を退院に繋げるア
プローチ

NHO 広島西医療センター 遠藤 碧

 P2-142-3∙ ∙措置児童の他施設移行への取り組み
NHO 兵庫あおの病院 野坂 麦帆

 P2-142-4∙ ∙通園ルーム「ひまわり」で重症心身障害児者を想定した避難訓練を実施して
NHO 下志津病院 沼倉 晃子

 P2-142-5∙ ∙コロナ禍で停滞・縮減していた「家族（会）支援」の再構築の取り組み～高齢
化やサービス利用対象者の拡大による諸課題の整理～

NHO 釜石病院 山崎 宣之

 P2-142-6∙ ∙新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修　
実施報告

NHO 茨城東病院 恩智 敏夫

 P2-142-7∙ ∙新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修を
実施して-参加者のアンケート結果と考察-

NHO あきた病院 松木 泰地

ポスター 143  ［ 腎・泌尿器科疾患 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：安東 豊 （NHO 大阪南医療センター 腎臓内科医長）

 P2-143-1∙ ∙発達障碍者に発症した腎原発混合性上皮間質腫瘍の一例
NHO 横浜医療センター 永瀬 晶

 P2-143-2∙ ∙ミトコンドリア腎症の若年女性に対してタウリンによる治療を行った1例
NHO 広島西医療センター 福本 絵美菜

 P2-143-3∙ ∙急速進行性糸球体腎炎を呈した顕微鏡的多発血管炎に対してアバコパンによ
る治療を行った1例

NHO 嬉野医療センター 須磨 則正

 P2-143-4∙ ∙抗GBM抗体,∙MPO-ANCA同時陽性急速進行性糸球体腎炎（RPGN）に対し
て選択的血漿交換を行った1例

NHO 東広島医療センター 山野井 彪 ポ
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 P2-143-5∙ ∙HoLEPの適応；基礎疾患のある高齢患者についての検討
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 甲藤 和伸

 P2-143-6∙ ∙当院における限局性前立腺癌へ強度変調放射線治療（IMRT）を施行した初期
経験

NHO 東京病院 張 大鎮

 P2-143-7∙ ∙ロボット支援腹腔鏡下前立腺全摘除術の初期経験
NHO 東広島医療センター 桐島 史明

ポスター 144  ［ 災害医療・DMAT・DPAT4 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：川副 友 （NHO 仙台医療センター 救急科医長 救命救急センター長）

 P2-144-1∙ ∙令和6年能登半島地震を富山県氷見市で被災し当日夜に金沢市へ戻り登院し
た内科（呼吸器）医の行動経過

NHO 医王病院 田上 敦朗

 P2-144-2∙ ∙能登半島地震における国立病院機構初動医療班としての経験と課題
NHO 豊橋医療センター 伊藤 武

 P2-144-3∙ ∙令和6年能登半島地震におけるNHO広域災害派遣看護師第1班としての取
り組み

NHO 福山医療センター 鳥越 俊宏

 P2-144-4∙ ∙令和6年能登半島地震の亜急性期における南和歌山医療センター医療班の活
動報告

NHO 南和歌山医療センター 中田 賢

 P2-144-5∙ ∙令和6年能登半島地震への医療班派遣における薬剤師としての活動報告
NHO 嬉野医療センター 東島 幸道

 P2-144-6∙ ∙令和6年能登半島地震における国立病院機構（NHO）医療班活動、DMAT資
格を持つ薬剤師の活動報告

NHO 岡山医療センター 古賀 和馬

 P2-144-7∙ ∙令和6年能登半島地震の支援透析での学びを振り返って
NHO 金沢医療センター 野崎 裕子

ポスター 145  ［ 呼吸器ケア・口腔ケア ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：三浦 久美子 （NHO 別府医療センター 看護師長）

 P2-145-1∙ ∙在宅酸素療法（HOT）に対して拒否的な患者に対する関わり
NHO 大阪刀根山医療センター 原田 萌波
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 P2-145-2∙ ∙慢性呼吸器疾患における「介助聴診」の有効性
NHO 奈良医療センター 中嶋 宏

 P2-145-3∙ ∙人工呼吸器使用者の安全かつ効果的な気管切開孔からの吸引圧に関する文献
検討

NHO 箱根病院 神戸 菜奈

 P2-145-4∙ ∙A∙病院救命救急センターにおける脳卒中患者に対する口腔ケア方法の効果
について

NHO 北海道医療センター 大谷 明日香

 P2-145-5∙ ∙呼吸器内科病棟で働く看護師の口腔ケアに対する困難感について
NHO 東近江総合医療センター 人見 暢彦

 P2-145-6∙ ∙神経筋難病患者の筋緊張による開口障害に対するアプローチ
NHO 熊本再春医療センター 原田 麻由

 P2-145-7∙ ∙精神科看護師の口腔機能維持・改善に対する勉強会の効果
NHO やまと精神医療センター 秋山 夢七

 P2-145-8∙ ∙口腔内環境の改善を目指した口腔ケアの統一～ OHAT評価・プロトコルを
用いた口腔ケアの標準化～

NHO 紫香楽病院 光吉 美紅

ポスター 146  ［ 皮膚トラブル・排泄関連 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：榊原 桂 （NHO 兵庫あおの病院 副看護師長）

 P2-146-1∙ ∙A病院救命救急センターにおける気管挿管による∙医療機器関連圧迫創傷リ
スクアセスメントの実態調査

NHO 北海道医療センター 瀧本 南可

 P2-146-2∙ ∙他職種連携により難治性潰瘍が改善した一例
NHO 函館病院 伊勢谷 祐樹

 P2-146-3∙ ∙緩和尿路ストーマ造設によりトリプルストーマとなる患者のストーマ位置決
めの検討

NHO 三重中央医療センター 谷口 真里

 P2-146-4∙ ∙大腸癌術後の経肛門ドレーン固定方法マニュアル作成による看護師のドレー
ン管理の実態変化

NHO 呉医療センター 宇根 愛

 P2-146-5∙ ∙整形外科患者における、膀胱内留置カテーテルの早期抜去に向けたフロー
チャート導入の取り組み

NHO 高崎総合医療センター 櫻井 友紀

 P2-146-6∙ ∙尿道カテーテルの至適固定位置を検討した下肢屈曲拘縮を有する患者の一例
NHO 七尾病院 和田 理奈
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 P2-146-7∙ ∙神経難病患者の便秘に対する腹部マッサージの有用性
NHO 七尾病院 打越 朱音

ポスター 147  ［ 人材育成3 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山口 ふき江 （NHO 渋川医療センター 副看護部長）

 P2-147-1∙ ∙看護師長の人材育成能力向上への取り組み
NHO 長崎病院 大川内 隆

 P2-147-2∙ ∙副看護師長・看護師長がともに成長できる組織作り～看護管理者能力開発プ
ログラムと連動させた副看護師長育成プログラム開発の試み～

NHO 熊本南病院 安田 多恵子

 P2-147-3∙ ∙プライマリーナースの役割発揮における副看護師長の支援に関連した現状と
課題

NHO 長崎病院 中川 知佳子

 P2-147-4∙ ∙リーダー看護師の業務調整能力向上に向けた指導ポイントの可視化∙～固定
チームナーシング機能の強化を目指して～

NHO 京都医療センター 柴田 浩司

 P2-147-5∙ ∙A病院におけるエンド・オブ・ライフ・ケアの実態と課題－ELNEC-Jコア
カリキュラム研修とフォローアップ研修から－

NHO 京都医療センター 坂井 みさき

 P2-147-6∙ ∙ファシリテーターの経験が倫理的感受性に与える影響について
NHO 花巻病院 中村 寛之

 P2-147-7∙ ∙小児開心術後の体温管理における熟練看護師の臨床判断
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 宮武 梨奈

 P2-147-8∙ ∙造影剤によるアナフィラキシー症状出現時の対応に対する外来看護師が抱え
る不安

NHO 西埼玉中央病院 橋本 美香

ポスター 148  ［ 看護師の特定行為関連2 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：川﨑 多恵子 （NHO 長崎医療センター 看護師長）

 P2-148-1∙ ∙特定行為研修の技を支える診療看護師の役割―末梢留置型中心静脈注射用カ
テーテルの挿入手技の伝承を中心に

NHO 金沢医療センター 加藤 美奈子

 P2-148-2∙ ∙自施設での特定行為研修を終えて
NHO 函館病院 畑澤 美智子
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 P2-148-3∙ ∙当院における特定認定看護師の役割と今後の展望
NHO 長良医療センター 安江 亜由美

 P2-148-4∙ ∙特定行為看護師一期生が仲間とエンパワーメントして研修に取り組んだプロ
セス

NHO 金沢医療センター 古川 風乃

 P2-148-5∙ ∙当院における特定行為研修修了後の活動に向けた取り組み報告
NHO 長良医療センター 植松 あゆみ

 P2-148-6∙ ∙当院における特定行為実践看護師（在宅・慢性期パッケージ）の活動報告　
～気管カニューレ介助におけるOJT教育～

NHO 長良医療センター 平野 翔

 P2-148-7∙ ∙当院における特定行為実践看護師の活動報告慢性期領域（気管カニューレ交
換・胃瘻交換）用テンプレートの有効性

NHO 長良医療センター 井上 翔太

 P2-148-8∙ ∙看護師特定行為研修修了者としての活動報告
NHO 米沢病院 熊野 仁人

ポスター 149  ［ 重症心身障害　看護領域5 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：鳥羽 真理子 （NHO 愛媛医療センター 看護師長）

 P2-149-1∙ ∙重症心身障害児者の爪切りによる外傷が生じた現状と分析
NHO 西新潟中央病院 橋口 香

 P2-149-2∙ ∙兵庫あおの病院重症心身障害児（者）患者の骨折歴と変形・関節拘縮との関
係性

NHO 大阪医療センター 安田 夏盛

 P2-149-3∙ ∙重症心身障害児（者）の安全な移乗介助に対する意識変化への取り組み～移
乗介助の模擬体験を通して～

NHO 八戸病院 石渡 聖也

 P2-149-4∙ ∙重症心身障害児（者）病棟における空気清浄機（Air-dog）の有用性の検証
NHO 七尾病院 町居 星哉

 P2-149-5∙ ∙蜂窩織炎を繰り返す重症心身障害児者に対するフットポンプの活用について
の報告

NHO 長良医療センター 芦田 楓音

 P2-149-6∙ ∙動く重症心身障がい児（者）の行動障害減少に対する取り組み～玩具の使用
を試みて～

NHO 北陸病院 吉野 あかね

 P2-149-7∙ ∙補装具作製における多職種連携の取り組みについて
NHO あわら病院 仲村 大地
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 P2-149-8∙ ∙気管カニューレ固定におけるT-CUBEの有用性
NHO 七尾病院 河原 彩

ポスター 150  ［ 看護管理3 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：西岡 初子 （NHO 呉医療センター 看護師長）

 P2-150-1∙ ∙複数診療科を有する個室病棟において看護師が医師と円滑に情報共有を図る
ための取り組み

国立がん研究センター東病院 瀬能 麻実

 P2-150-2∙ ∙がん専門病院小児病棟における、個別性の高い看護実践のための情報共有の
取り組み～カンファレンスと記録の充実をめざして～

国立がん研究センター中央病院 谷中 奈菜

 P2-150-3∙ ∙整形外科病棟におけるリハビリカンファレンス改善に伴う看護師の意識・行
動変容"他職種との連携"

NHO 仙台医療センター 浅沼 芹南

 P2-150-4∙ ∙入浴ケア困難症例に対する職員の介入意識の実態を明らかにするための取り
組み～カンファレンスを通して介入意識の実態を見出す～

国立療養所宮古南静園 平山 智草

 P2-150-5∙ ∙術後疼痛管理チーム活動の病棟内認知調査
NHO 大阪刀根山医療センター 奥野 貴子

 P2-150-6∙ ∙病棟看護師による主体的な退院支援に向けた取り組み（第1報）
DPC期間IIを超えた患者の実態把握から見えたこと

NHO まつもと医療センター 石塚 裕美子

 P2-150-7∙ ∙ヘルシーワークプレイスを目指す小規模手術室の業務改善
NHO 広島西医療センター 小野 妙子

 P2-150-8∙ ∙高度急性期病院で勤務する副看護師長の能力開発シートの導入に関する実践
報告

国立国際医療研究センター病院 上村 一郎

ポスター 151  ［ 感染対策・がん関連 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：古川 順章 （NHO 南和歌山医療センター 薬剤部長）

 P2-151-1∙ ∙カルバペネム系抗菌薬の供給不安定に対する当院の対策
NHO 静岡医療センター 近藤 響子

 P2-151-2∙ ∙メロペネム供給停止の影響-多施設共同後ろ向き観察研究-
NHO 長崎医療センター 副島 啓司
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 P2-151-3∙ ∙抗微生物薬適正使用に係るTDMの取り組み
NHO 宇都宮病院 廣田 侑真

 P2-151-4∙ ∙ICU・HCU患者におけるTAZ/PIPC投与に伴う低カリウム血症の実態調査
NHO 東京医療センター 赤岩 愛記

 P2-151-5∙ ∙がん悪液質に対するアナモレリン塩酸塩錠の使用実態調査
NHO 九州医療センター 前田 七海

 P2-151-6∙ ∙イリノテカン投与患者における生菌整腸剤服用が遅発性下痢へ及ぼす影響の
検討

NHO 別府医療センター 衛藤 喬瑛

 P2-151-7∙ ∙化学療法誘発性嘔吐対策のステロイドが免疫関連有害事象に与える影響
NHO 小倉医療センター 薮内 由里香

 P2-151-8∙ ∙金沢医療センターにおける抗がん剤による曝露調査（2023年度報告）
NHO 金沢医療センター 山田 桃子

ポスター 152  ［ 検体検査3 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：太田 修司 （NHO 水戸医療センター 臨床検査科副臨床検査技師長）

 P2-152-1∙ ∙髄液細胞分類における時間外勤務者への教育について
NHO 大阪医療センター 川地 璃奈

 P2-152-2∙ ∙中国四国グループ内施設の希望者を対象とした「目合わせの会」の活動報告
NHO 岡山医療センター 永田 啓代

 P2-152-3∙ ∙iTesting@Nagoyaの取り組み
NHO 名古屋医療センター 藤野 匡

 P2-152-4∙ ∙依頼数が少ない院内検査項目の外注化の提案―「提案できる検査科」を目指
して2―

NHO 東京医療センター 田中 暁人

 P2-152-5∙ ∙自動結果送信による平均経過時間短縮効果の報告
NHO 横浜医療センター 良井 亜美

 P2-152-6∙ ∙生化学・免疫検査部門における検査所要時間（TAT）短縮への取り組み
NHO 熊本医療センター 岩佐 学志

 P2-152-7∙ ∙当院における採血室待ち時間短縮に向けての取り組み
NHO 金沢医療センター 酒本 千誠

 P2-152-8∙ ∙新機器導入におけるISO15189への取り組みについて
NHO 名古屋医療センター 澤田 夢乃
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ポスター 153  ［ 臨床試験・治験2 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小林 恭子 （NHO 大阪医療センター 臨床研究センター臨床研究推進部臨床研究推進室治験主任）

 P2-153-1∙ ∙電磁化システム満足度調査　―∙新たな運用ルールは治験依頼者に受け入れ
られたか∙―

NHO 名古屋医療センター 縣 明美

 P2-153-2∙ ∙治験に係る必須文書の保管期間に関する検討　～当院の必須文書の保管状況
から見えたこと～

NHO 福山医療センター 山路 直美

 P2-153-3∙ ∙被験者リクルート　～治験の進捗が良好になるための取り組み～
NHO 金沢医療センター 小熊 真由子

 P2-153-4∙ ∙治験の被験者組み入れ促進を目指したエントリーアクションプランと進捗管
理ミーティングの導入

NHO 近畿中央呼吸器センター 岡部 永莉

 P2-153-5∙ ∙細菌検査室との連携により早期に契約症例を満了できた取り組みについて
NHO 金沢医療センター 岡本 美和子

 P2-153-6∙ ∙チーム制導入後のアンケート調査
NHO 九州がんセンター 石川 ひろみ

 P2-153-7∙ ∙「クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN）中央支援に関する調査
業務一式」におけるレジストリ調査に関する報告

国立国際医療研究センター 仁井 亜由美

 P2-153-8∙ ∙自己点検という名のメスで院内研究への品質管理向上に切り込む
NHO 名古屋医療センター 林 美里

ポスター 154  ［ 医療安全7　医療安全その他1 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：水間 かおり （NHO 南和歌山医療センター 副看護部長）

 P2-154-1∙ ∙6R確認行動に関するグループディスカッションによる意識調査
NHO 小倉医療センター 白石 瑞季

 P2-154-2∙ ∙6Rで指さし呼称・声出し確認！～電子カルテによる確認定着に向けた取り
組み～

NHO 沖縄病院 鶴賀 叶女

 P2-154-3∙ ∙臨床検査科における2年間の5S活動報告
NHO 大阪南医療センター 吉井 美穂

 P2-154-4∙ ∙暴力報告書から見える課題
国立長寿医療研究センター 安積 喜美代
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 P2-154-5∙ ∙医療観察法スタッフの他害・暴力に対する認識と報告に関する現状
NHO 肥前精神医療センター 高田 薫子

 P2-154-6∙ ∙静脈血栓塞栓症予防の実施向上を目指した取り組み
NHO 嬉野医療センター 中島 恵

 P2-154-7∙ ∙身近な医療DXとして　～進捗管理システム導入による効果の検証～
NHO 東京医療センター 武重 彩子

 P2-154-8∙ ∙乳房増大術に用いたアクアフィリングにより手根管症候群を呈した1例
NHO 長崎医療センター 古賀 一史

ポスター 155  ［ 感染対策・感染管理5 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：川﨑 量子 （NHO 兵庫中央病院 副看護師長感染管理認定看護師）

 P2-155-1∙ ∙重症児病棟でのクラスターの経験から実践した感染対策の効果
NHO 仙台西多賀病院 木村 まどか

 P2-155-2∙ ∙精神科慢性期閉鎖病棟における3つの要因に着目した感染対策の検討
NHO 東尾張病院 岡田 優子

 P2-155-3∙ ∙汚物室の環境整備を病棟スタッフと取り組んで
NHO 東名古屋病院 鈴木 京子

 P2-155-4∙ ∙職員の動線を意識した環境改善の取り組み
NHO 京都医療センター 宮川 英和

 P2-155-5∙ ∙看護師の感染予防行動に対する看護プロトコールの有用性
NHO 七尾病院 平砂 真美

 P2-155-6∙ ∙感染対策における院内ラウンド計画と実践
NHO 北海道医療センター 三熊 有香

 P2-155-7∙ ∙感染管理研修の職員受講率向上および勤務時間管理に向けた取り組み
NHO 横浜医療センター 深瀬 史江

 P2-155-8∙ ∙標準予防策遵守に向けた取り組み
NHO 岡山医療センター 三宅 紗英

ポスター 156  ［ 腫瘍・脊椎・その他 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：久田原 郁夫 （NHO 大阪医療センター 臨床腫瘍科特命科長）

 P2-156-1∙ ∙A∙Rare∙Clinical∙Presentation∙With∙a∙Diffi∙∙cult∙Imaging∙Diagnosis∙of∙an∙
Intra-articular∙Clear∙Cell∙Sarcoma∙of∙the∙Knee

NHO 名古屋医療センター／埼玉医科大学医学部／名古屋大学医学部 川崎 朋範
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 P2-156-2∙ ∙橈骨病変が発症したのち多臓器病変で死に至った類上皮血管内皮腫
（Epithelioid∙Hemangioendothelioma：EH）の一例

NHO 北海道医療センター 河野 樹

 P2-156-3∙ ∙骨転移リエゾン治療の効果と効率的な運用方法
NHO 金沢医療センター 吉岡 克人

 P2-156-4∙ ∙乳癌の骨転移に対して精査中に大腿骨転子部病的骨折をきたした一例
NHO 長崎医療センター 小村 隼平

 P2-156-5∙ 演題取り下げ

 P2-156-6∙ ∙X線透視下LIFにおける放射線被曝の検討
NHO 金沢医療センター 齋藤 美希乃

 P2-156-7∙ ∙腰椎後方侵入椎体間固定術後早期に仙椎骨折を起こした2症例
NHO 盛岡医療センター 大山 素彦

 P2-156-8∙ ∙小児の化膿性股関節炎との鑑別を要した2例
NHO 米子医療センター 山内 優太

ポスター 157  ［ 神経･筋疾患5 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：藤本 康之 （NHO 大阪刀根山医療センター 理学療法士長）

 P2-157-1∙ ∙進行性神経疾患患者に対しHAL治療での機能改善とQOLの関係性
NHO 沖縄病院 西濱 佑斗

 P2-157-2∙ ∙HAL歩行運動療法における歩行能力とバランス能力の変化∙―重心動揺計を
用いた効果の検討―

NHO 沖縄病院 速水 慶太

 P2-157-3∙ ∙進行性神経筋疾患患者におけるHALトレーニング開始時の歩行様式による
効果検証

NHO 長崎病院 松本 涼太

 P2-157-4∙ ∙高体重かつ下肢の拘縮が強いDuchenne型筋ジストロフィー患者に簡易型
移乗リフトを導入してみて

NHO 西埼玉中央病院 平野 誠一郎

 P2-157-5∙ ∙肩甲帯運動により修正Borg∙Scaleが改善したミオパチーの一症例
NHO 鈴鹿病院 鬼頭 良輔

 P2-157-6∙ ∙ICT機器の活用による筋萎縮性側索硬化症患者の活動性の維持に向けて～多
職種連携を通じて～

NHO 鳥取医療センター 原田 拓弥

 P2-157-7∙ ∙視線入力装置導入を行った作業療法部門の取り組み報告
NHO まつもと医療センター 高見 奈生
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 P2-157-8∙ ∙長期療養病棟におけるモニターアームの導入の取り組み
NHO 長良医療センター 加藤 佳子

ポスター 158  ［ 神経･筋疾患6 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：藤井 鈴子 （NHO 宇多野病院 療育指導室長）

 P2-158-1∙ ∙デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者のプログラミング能力を活かした自己
肯定支援取り組み

NHO 大阪刀根山医療センター 榮 大喜

 P2-158-2∙ 演題取り下げ

 P2-158-3∙ ∙てっちゃんねる始動！～生きがいに繋がった活動支援の取り組み報告～
NHO とくしま医療センター西病院 藤田 瑞稀

 P2-158-4∙ ∙クリップヒットを使用した音楽活動による筋ジストロフィー患者の感情表出
に向けて

NHO 大阪刀根山医療センター 森 杏菜

 P2-158-5∙ ∙「保育士文化活動」～外出気分を体験する活動を実施して～
NHO あきた病院 佐々木 祥子

 P2-158-6∙ ∙病棟交流会「つどいの広場」を実施して～制限緩和から考えるコロナ禍前に
近い日中活動の検討～

NHO あきた病院 石井 美香

 P2-158-7∙ ∙「京都とっておきの芸術祭」に出展して
NHO 宇多野病院 乾 吉恵

 P2-158-8∙ ∙ゆめふぁーむを楽しもう！！～筋ジストロフィー・ALS等病棟における野菜
の栽培を取り入れた集団活動～

NHO 新潟病院 春川 恭子

ポスター 159  ［ 小児、成育医療2 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中田 雄三 （NHO 奈良医療センター 看護師長）

 P2-159-1∙ ∙病院の機能移転に伴う転院における療育指導室としての引継ぎについて
NHO とくしま医療センター西病院 中 若奈

 P2-159-2∙ ∙医療的ケア児の家族に対する在宅ケアシートを使用した退院支援の現状と今
後の課題

NHO 三重中央医療センター 須崎 成実 ポ
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 P2-159-3∙ ∙「NICUにおける急性期皮膚トラブルに関する実態調査」保育器内環境のさら
なる向上を目指して

NHO 弘前総合医療センター 吉崎 真由美

 P2-159-4∙ ∙小児科患児の不織布マスクを使用した酸素投与方法の検討～患児が嫌がらな
い有効な酸素投与の工夫～

NHO 高崎総合医療センター 矢嶋 有希

 P2-159-5∙ ∙小児患児の点滴固定方法の検討-刺入部の観察が容易な固定方法の安全性と
有用性について-

NHO 岩国医療センター 柏村 佳菜

 P2-159-6∙ ∙小児看護に対する苦手意識や対応困難な現状について
NHO 別府医療センター 柴田 鮎美

 P2-159-7∙ ∙日帰り食物経口負荷試験の入院オリエンテーションを映像化して～付き添い
家族の理解度から電子媒体を使用する上での課題を検討する～

NHO 三重病院 外薗 香織

 P2-159-8∙ ∙家族が子どもの採血に付き添うことに対する思い
NHO 嬉野医療センター 大嶋 祐美子

ポスター 160  ［ 呼吸器疾患3 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：谷澤 公伸 （NHO 京都医療センター 呼吸内科科長）

 P2-160-1∙ ∙慢性閉塞肺疾患患者に対する吸入手技の確認頻度と効果に関する検討
NHO 大牟田病院 野田 直孝

 P2-160-2∙ ∙慢性呼吸器疾患患者に対する治療障壁因子の検討
NHO 大牟田病院 野田 直孝

 P2-160-3∙ ∙トリプル治療からLABA/LAMA配合剤への切り替えを行ったCOPDの2例
NHO 大牟田病院 野田 直孝

 P2-160-4∙ ∙当院における重症喘息に対するテゼペルマブ使用状況
NHO 大牟田病院 福山 聡

 P2-160-5∙ ∙各種胸水症例における血清VEGF-D値
NHO 近畿中央呼吸器センター 広瀬 雅樹

 P2-160-6∙ ∙過敏性肺炎との鑑別に苦慮し、胸腔鏡下肺生検で確定診断を得た悪性リンパ
腫肺浸潤の一例

NHO 米子医療センター 引野 愛莉香

 P2-160-7∙ ∙びまん性粒状影を呈し、過敏性肺炎と鑑別を要した血管内大細胞型B細胞性
リンパ腫（IVLBCL）の一例

NHO 米子医療センター 森 海斗ポ
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 P2-160-8∙ ∙早期より肺炎を繰り返し多彩な合併症を呈した特発性胸膜肺実質線維弾性症
の一症例

NHO 近畿中央呼吸器センター 香川 智子

ポスター 161  ［ 救急治療・集中治療2 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：森田 恭成 （NHO 名古屋医療センター 救急集中治療科病院医長）

 P2-161-1∙ ∙受傷後10日以上経過した3度熱傷2症例に対するネキソブリッドの焼痂除
去効果

NHO 長崎医療センター 古賀 一史

 P2-161-2∙ ∙患者要因から持続的血液透析ではなく連日の血液透析療法を行った慢性リチ
ウム中毒の1例

NHO 嬉野医療センター 小野原 貴之

 P2-161-3∙ ∙気分不良、悪心・嘔吐を主訴として、急速に症状が進行したフグ中毒の1例
NHO 呉医療センター 石田 茉莉夏

 P2-161-4∙ ∙ニボルマブによるirAEを発症した一例
NHO 相模原病院 炭田 淳

 P2-161-5∙ ∙当院リハビリテーションスタッフに対する胸骨圧迫の質の調査
国立国際医療研究センター国府台病院 小榑 健太

 P2-161-6∙ ∙HCU看護師の家族看護に関するジレンマの実態調査
NHO 東近江総合医療センター 野村 佳子

 P2-161-7∙ ∙小児の突然死に対する遺伝学的死因究明体制の構築
国立成育医療研究センター 要 匡

 P2-161-8∙ ∙中古救急車の活用～費用負担低減で「現場が使いやすい病院救急車」を製作
する～

NHO 高崎総合医療センター 渡部 圭介

ポスター 162  ［ 血液・造血器疾患症例 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：柴山 浩彦 （NHO 大阪医療センター 血液内科科長）

 P2-162-1∙ ∙上腸管膜静脈血栓症を契機に診断した血管内大細胞型B細胞リンパ腫の一例
NHO 佐賀病院 山口 颯仁

 P2-162-2∙ ∙傾眠傾向・食思不振を主訴に救急搬送され、入院後約1か月で死亡した血管
内大細胞型B細胞性リンパ腫の一例

NHO 相模原病院 齋藤 千紘
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 P2-162-3∙ ∙静脈瘤症候群に続発した原発性皮膚びまん性大細胞型B細胞リンパ腫・下肢
型の1例

国立療養所奄美和光園 馬場 まゆみ

 P2-162-4∙ ∙びまん性大細胞型B細胞リンパ腫とホジキンリンパ腫の同時合併例に対しエ
プコリタマブを使用した一例

NHO 東広島医療センター 加藤 宏亮

 P2-162-5∙ ∙COVID-19ワクチン接種後に発症した無顆粒球症の2例
NHO 呉医療センター 硴塚 有希

 P2-162-6∙ ∙保存的加療により改善したアルコール性肝障害に伴うSpur∙cell∙anemiaの
1例

NHO 大阪医療センター 辻西 和幸

 P2-162-7∙ ∙初診時に末梢血好中球FISHで急性転化したminor∙BCR-ABL陽性慢性骨髄
性白血病と診断された一例

NHO 広島西医療センター 福嶋 直大

 P2-162-8∙ ∙当院にて経験した長期臥床高度意識障害症例に発症した血液凝固第13因子
（F13）欠損症の2例

NHO あわら病院 桑田 敦

ポスター 163  ［ 意思決定支援3 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岩本 翼 （NHO 柳井医療センター 看護師長）

 P2-163-1∙ ∙想定事例を用いた事例検討の報告～神経筋難病病棟看護師のアドバンス・ケ
ア・プランニング（ACP）実践に向けた第2段階の支援～

NHO 大牟田病院 内山 幸江

 P2-163-2∙ ∙神経筋難病患者のACP推進への取り組み～思いをつなぐシートの運用に向
けて～

NHO 宇多野病院 栗栖 梨紗

 P2-163-3∙ 演題取り下げ

 P2-163-4∙ ∙筋萎縮性側索硬化症患者における気管切開後の自宅復帰困難な症例の検討と
意思決定支援の関わり

NHO 岩手病院 豊嶋 昌弥

 P2-163-5∙ ∙筋ジストロフィー患者の意思決定支援
NHO 新潟病院 品田 葵

 P2-163-6∙ ∙筋ジストロフィー患者の最期を尊重した関わり　～心肺停止蘇生後からの退
院支援～

NHO 宇多野病院 森本 紗知子
ポ
ス
タ
ー

204 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

179



第
２
日
目

 P2-163-7∙ ∙筋ジストロフィーかつ重症心不全によりACPを経て自宅退院となった患者
からの宿題

NHO 大牟田病院 有働 咲織

 P2-163-8∙ ∙一般病棟と筋ジス病棟、重症心身障害児病棟のアドバンスケアプランニング
実践状況と関連要因の分析

NHO 南九州病院 後迫 真弓

 P2-163-9∙ ∙デスケースカンファレンス
NHO 岩手病院 菊池 彩夏

ポスター 164  ［ X線撮影技術　画質改善 ］
10:45～11:30 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：高橋 洋人 （NHO 北海道がんセンター 副診療放射線技師長）

 P2-164-1∙ ∙機器更新に伴うデジタル乳房トモシンセシスの被ばくと画質の基礎検討
NHO 姫路医療センター 岡野 真弥

 P2-164-2∙ ∙ステレオガイド下吸引式乳房組織生検におけるターゲットの深さによる
project∙targetモードの精度に関する検討

NHO 高崎総合医療センター 梅原 舞

 P2-164-3∙ ∙吸引式乳房組織生検用針向け装置の太さ・機能の変化によるステレオガイド
下吸引式乳房組織生検の適応乳房厚の選定基準の変化

NHO 高崎総合医療センター 石原 琴未

 P2-164-4∙ ∙小児胸部X線撮影における銅フィルタを用いた撮影条件の検討
NHO 嬉野医療センター 宮地 優介

 P2-164-5∙ ∙Hybrid∙Gridの有用性に関する基礎的検討
NHO 福岡東医療センター 甲斐 あすか

 P2-164-6∙ ∙一般撮影装置KONICA∙MINOLTA∙AeroDRにおける画像物理評価
NHO 三重中央医療センター 岡 由依莉

 P2-164-7∙ ∙粒状指標（NNPS）とmAs値の相関から導かれた至適撮影線量の臨床使用へ
の妥当性の検討

NHO 南京都病院 佐藤 一哉

 P2-164-8∙ ∙腰椎正面単純撮影法のポジショニング変更に伴う物理評価
NHO 舞鶴医療センター 田中 大輝

 P2-164-9∙ ∙画像処理技術を活用した体内留置カテーテル視認性向上の取り組み
NHO 鹿児島医療センター 小林 伊吹
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ポスター 165  ［ 上部消化管疾患2 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：畑 啓昭 （NHO 京都医療センター 外科部長）

 P2-165-1∙ ∙自己免疫性胃炎に合併した過形成ポリープの癌化が疑われた胃病変の1例
NHO 広島西医療センター 神安 柊

 P2-165-2∙ ∙Conversion手術後、副腎・リンパ節転移再発、原発性肺癌に対して
Nivolumabを含む集学的治療により長期生存を得た進行胃癌の1例

NHO 福山医療センター 柚木 宏介

 P2-165-3∙ ∙食道がん術中に気胸を発症し、呼吸管理に難渋した1例
NHO 相模原病院 不聞 一貴

 P2-165-4∙ ∙噴門近傍の5cmを超える内腔発育型胃GISTに対して腹腔鏡・内視鏡合同手
術（LECS）にて切除した1例

NHO 福山医療センター 斧田 尚樹

 P2-165-5∙ ∙Nivolumabを含む化学療法後のconversion∙surgeryでpCRが得られた切
除不能進行胃癌の一例

NHO 函館病院 釼持 要

 P2-165-6∙ ∙SOX療法による術前治療でpCRが得られたBulky∙Nを伴う進行胃癌の1例
NHO 函館病院 釼持 要

ポスター 166  ［ 患者指導・教育、人材育成 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：近野 美穂 （NHO 東京医療センター 看護師長（看護部教育担当））

 P2-166-1∙ ∙現代の状況に合った結核患者教育の媒体の模索
NHO 東佐賀病院 猪野又 圭吾

 P2-166-2∙ ∙TPN患者指導における、サポートガイドブックを使用した標準化について
NHO 九州がんセンター 宗 満里奈

 P2-166-3∙ ∙糖尿病教育患者の理解度と心理的負担感の関連性について∙―糖尿病問題領
域質問票（PAID）を用いて―

NHO 長崎医療センター 土井 広貴

 P2-166-4∙ ∙結核患者に対する結核指導チェックシートを活用しての効果的な指導
NHO 近畿中央呼吸器センター 福田 晃大

 P2-166-5∙ ∙COVID-19発生前後の新人看護師の社会人基礎力
NHO 名古屋医療センター 大村 梢

 P2-166-6∙ ∙病棟から手術室に異動となった看護師を受け入れる環境の調整
NHO 神奈川病院 小谷 貴子

ポ
ス
タ
ー

206 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

181



第
２
日
目

 P2-166-7∙ ∙副看護師長への教育的支援における看護師長の今後の関わり～リフレクティ
ブサイクルを用いた振り返り～

NHO 東近江総合医療センター 林 祐希

ポスター 167  ［ 周手術期の看護 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：福迫 直美 （NHO 鹿児島医療センター 看護師長）

 P2-167-1∙ ∙ロボット支援手術導入に向けての取り組み―ロボット手術を安全でスムーズ
に導入するために―

NHO 函館病院佐々木 ちはる

 P2-167-2∙ ∙乳がん患者の術前後における苦痛スクリーニング値の変化
NHO 名古屋医療センター 青山 彩乃

 P2-167-3∙ ∙看護の共有で個別性のある看護に繋げよう～あなたは手術室でどんな看護を
受けたいですか～

NHO 大阪南医療センター 輪賀 彩香

 P2-167-4∙ ∙肺癌手術でICUに入床した患者の睡眠阻害要因の調査
NHO 三重中央医療センター 中井 紘子

 P2-167-5∙ ∙機能的定位脳手術後患者への聞き取り調査からみえた思い
NHO 奈良医療センター 寺尾 実華

 P2-167-6∙ ∙術後訪問定着化に向けた取り組み―業務割を活用した術後訪問実施の可視化
を行って－

NHO 函館病院 工藤 隆太

 P2-167-7∙ ∙「手術説明時の手術室看護師同席の取り組み」～パンフレットを活用して～
＜第2報＞

NHO 大牟田病院 栗原 直子

ポスター 168  ［ 教育の工夫 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：紺野 美香 （NHO 仙台医療センター附属仙台看護助産学校 助産学科教員）

 P2-168-1∙ ∙ルーブリック評価表を用いた学内演習での教育の工夫
NHO 呉医療センター附属呉看護学校 天野 志保

 P2-168-2∙ ∙新カリの母性・小児看護学実習における看護学生の「子ども観」の変化と実
習経験との関係性の分析～旧カリの小児看護学実習との比較～

NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校 前田 麻利亜

 P2-168-3∙ ∙実習評価表からみた学生の分娩期ケア能力の到達度
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 並崎 直美
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 P2-168-4∙ ∙当学院作業療法学科第1学年の実習における体験内容の均てん化と到達度把
握にむけた取り組み

NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院 梅田 雄嗣

 P2-168-5∙ ∙実習における多職種連携の学び　～実習前の多職種連携研修からの考察～
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 花村 一葉

 P2-168-6∙ ∙当学院作業療法学科の評価実習に対する実習形態の見直しとその現状、対応
NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院 水野 準也

 P2-168-7∙ ∙関東信越グループ看護学校6校の「2009共通カリキュラム」における「臨床
看護技術演習」の実状

NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校 大山 和己

ポスター 169  ［ 病院運営3　事務管理領域 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：出口 孝志 （NHO 舞鶴医療センター 事務部長）

 P2-169-1∙ ∙リハビリテーション実施計画書の算定率向上に係る取り組みと効果
NHO 南岡山医療センター 桑本 美由紀

 P2-169-2∙ ∙脱新型コロナウィルス感染症からの戦略的病床コントロール∙～事務部・看
護部のチーム連携～

NHO 熊本南病院 北野 喜恵

 P2-169-3∙ ∙入院中のリハ回数調整が収益に与える効果
NHO 岡山医療センター 羽田 楓

 P2-169-4∙ ∙沖縄病院救急外来の国際疾病分類（ICD-10）に基づく患者構成
NHO 沖縄病院 徳元 翼

 P2-169-5∙ ∙病床再編・結核病床減床による効果
NHO 近畿中央呼吸器センター 井ノ本 洋平

 P2-169-6∙ ∙3テスラMRI導入に向けての取組について
NHO 南京都病院 船橋 正弘

 P2-169-7∙ ∙「化学療法のレジメンの妥当性を評価し、承認する委員会」の効率的運用を
目指した再構築

NHO 横浜医療センター 小井土 啓一

ポスター 170  ［ 神経･筋疾患8 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：金村 米博 （NHO 大阪医療センター 臨床研究センター長）

 P2-170-1∙ ∙早期発症型DRPLAの一剖検例
NHO 大牟田病院／久留米大学医学部 櫻田 直了
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 P2-170-2∙ ∙アミロイドPET陽性であったLewy小体型認知症の一剖検例
NHO 静岡てんかん・神経医療センター／浜松医科大学光医学総合研究所 高嶋 浩嗣

 P2-170-3∙ ∙当院神経病理解剖例における臨床病理相関－進行性核上性麻痺の臨床診断は
難しい

NHO 医王病院 中田 聡子

 P2-170-4∙ ∙ALSにおける黒質線条体系病理、ドーパミントランスポーターシンチおよび
Parkinsonismの検討

NHO 大牟田病院 本田 裕之

 P2-170-5∙ ∙脳梁菲薄化を伴う痙性対麻痺3例の臨床病理学的検討
NHO 大牟田病院 森 慎一郎

 P2-170-6∙ ∙パラフィン包埋（FFPE）標本の蛍光核染色の難しさ
NHO とくしま医療センター西病院 牧 由紀子

 P2-170-7∙ ∙Native-PAGEによる蛋白のオリゴマー化の検出
NHO とくしま医療センター西病院 瀬尾 めぐみ

ポスター 171  ［ 精神疾患3　症例報告・その他 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：竹内 忍 （NHO 舞鶴医療センター 看護師長）

 P2-171-1∙ ∙心不全を誘因とした二次性躁病に対して,∙アリピプラゾールが有効であった
症例

NHO 東広島医療センター 古庵 伊吹

 P2-171-2∙ ∙行動拡大シートを活用したマンツーマン対応の効果
NHO 花巻病院 西前 健司

 P2-171-3∙ ∙中度知的障害者に対して望ましい行動を伸ばす関わり～トークン・エコノ
ミー法を通じて～

NHO やまと精神医療センター 清水 眞幸

 P2-171-4∙ ∙被害妄想で拒薬する患者の看護～認知行動療法的関わりを通じて～
NHO 榊原病院 山下 玲音

 P2-171-5∙ ∙日記を導入することが統合失調症のA氏にもたらした心理的効果の検証
NHO 北陸病院 山本 亜実

 P2-171-6∙ ∙精神科慢性期閉鎖病棟内で携帯電話を使用することに対する看護師の認識
NHO 賀茂精神医療センター 福島 遼太

 P2-171-7∙ ∙精神科急性期病棟で保護室入室患者に対する開放観察における看護師の判断
基準

NHO やまと精神医療センター 谷口 真志
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ポスター 172  ［ 医療安全　看護領域 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 泉美 （NHO 沖縄病院  医療安全管理係長）

 P2-172-1∙ ∙認知症治療病棟での転倒から生じた頭部外傷事例の振り返り～ RCA分析で
得られた根本原因を基に実施した対策～

NHO 北陸病院 山田 士郎

 P2-172-2∙ ∙心不全患者と転倒リスクの関係性についての研究
NHO 大阪医療センター 桂 大樹

 P2-172-3∙ ∙回復期リハビリテーション病棟における患者参加のカンファレンスの効果
NHO 宇多野病院 袋井 梨江

 P2-172-4∙ ∙透析患者の転倒予防への取り組み～下肢筋力とバランス能力の維持・向上を
目指して～

NHO 柳井医療センター 桂 崇子

 P2-172-5∙ ∙転倒予防のためセル看護提供方式導入へのチャレンジとその効果
NHO 宇多野病院 上野 あずみ

 P2-172-6∙ ∙転倒と転落の予防対策に関する文献レビュー
NHO 舞鶴医療センター 高橋 卓

 P2-172-7∙ ∙認知症看護認定看護師による身体的拘束の最小化に向けた取り組み
NHO 福山医療センター 久木田 智之

 P2-172-8∙ ∙経管栄養患者の身体拘束解除方法の検討
NHO 七尾病院 田本 奈津恵

ポスター 173  ［ せん妄・身体拘束・その他 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：宮崎 真理子 （国立精神・神経医療研究センター病院 副看護師長）

 P2-173-1∙ ∙DELTAプログラム活用前後のA病棟看護師の術後せん妄患者に関する行動
変容について

NHO 金沢医療センター 大谷 佳吾

 P2-173-2∙ ∙身体拘束の早期解除に向けてのベテラン看護師のアセスメントに関する研究
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 平尾 明子

 P2-173-3∙ ∙ミトン装着に伴う身体拘束解除に向けた取り組みについて
NHO 大阪刀根山医療センター 都築 明里

 P2-173-4∙ ∙せん妄リスクが高い肺がん脳転移患者の転倒・転落を防止した看護介入
NHO 四国がんセンター 中須賀 彩夏

 P2-173-5∙ ∙『食べる』希望に寄り添って～「食べる」は「話す」に繋がる～
NHO 釜石病院 畑山 絵梨
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 P2-173-6∙ ∙ハンセン病回復者に寄り添った個別性のあるハンドケアを考える
国立療養所宮古南静園 砂川 厚美

 P2-173-7∙ ∙児童精神科病棟の活動集団療法に参加できなかった患児への支援～小集団レ
クリエーションが及ぼす患児への影響～

国立国際医療研究センター国府台病院 大木 恭子

 P2-173-8∙ ∙産後1カ月の育児参加に対する父親の思い
NHO 金沢医療センター 高木 明日香

ポスター 174  ［ 人材育成4 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：福田 ゆかり （NHO 和歌山病院 看護師長）

 P2-174-1∙ ∙指導看護師の重視する教育内容と新人看護師の理解の乖離について
NHO 高崎総合医療センター 富田 朱子

 P2-174-2∙ ∙急性期一般病棟における卒後1年目看護師への精神的支援に関する文献検討
NHO 新潟病院 大橋 優花

 P2-174-3∙ ∙脳神経内科病棟における新人看護師の思いと支援～リフレクション議事録か
らの考察～

NHO 三重病院 中川 賀代

 P2-174-4∙ ∙新人看護師の社会人基礎力評価表を用いた実態調査
NHO 函館病院 野坂 麻己美

 P2-174-5∙ ∙臨床看護研究の実施における課題と支援体制の検討
NHO 豊橋医療センター 牧野 佐知子

 P2-174-6∙ ∙キャリアラダーレベル維持申請者の研修体制の検討
NHO 下志津病院 久野 雅子

 P2-174-7∙ ∙北陸地区6施設でラダーレベル4合同研修を実施して　第1報～教育担当看
護師長として合同研修を振り返る～

NHO 金沢医療センター 泉 外茂子

 P2-174-8∙ ∙ACTy研修生を対象とした集合研修と機会教育の継続を試みて
NHO あわら病院 松下 智子

ポスター 175  ［ 看護の質向上 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：萱沼 さとみ （国立成育医療研究センター 医療安全管理者）

 P2-175-1∙ ∙看護師が褥瘡予防ケアをできるようになるための取り組み
国立がん研究センター中央病院 青手木 美琴
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 P2-175-2∙ ∙外来治療を受けるがん薬物療法患者を支えるための取り組み
NHO 西新潟中央病院 星野 睦美

 P2-175-3∙ ∙パーキンソン病患者のQOL向上に向けての取り組み
NHO 渋川医療センター 田島 直己

 P2-175-4∙ ∙カテーテルアブレーション治療後の床上安静時間が患者に与えるストレスに
ついて

NHO 九州医療センター 興梠 菜穂

 P2-175-5∙ ∙感染・医療安全リンクナースが主体となった環境整備への取り組み
NHO 信州上田医療センター 佐藤 美香

 P2-175-6∙ ∙医療機器における病室の音環境改善の取り組み∙―騒音の実態調査より―
NHO 医王病院 山本 華月

 P2-175-7∙ ∙一般病棟での心電図モニター監視体制の強化に向けた取り組み
NHO 姫路医療センター 森田 有希子

 P2-175-8∙ ∙小児病棟でモニターアラームの無駄鳴りを減らすための取り組み～重大ア
ラームに迅速に対応するために～

NHO 埼玉病院 満留 美遥

ポスター 176  ［ 看護管理4 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：北川 智恵子 （NHO 三重中央医療センター 副看護師長）

 P2-176-1∙ ∙集中治療室へ異動した看護師が抱える困難感
NHO 金沢医療センター 府中 明香

 P2-176-2∙ ∙医療観察法病棟に勤務する看護師の対象者の外出・外泊に対するストレス認
知―精神科病棟に勤務する看護師との比較－

NHO やまと精神医療センター 山内 恵子

 P2-176-3∙ ∙認知症治療病棟で看護師が与薬時に感じる困難の要因
NHO 北陸病院 山瀬 悠

 P2-176-4∙ ∙病棟マニュアルを作ろう∙～看護手順・処置介助の統一を目指して～
NHO 仙台医療センター 南川 奈穂

 P2-176-5∙ ∙消化器外科手術を受ける患者に行う術前オリエンテーションツールの作成
NHO 旭川医療センター 星野 茜

 P2-176-6∙ ∙Give∙it∙a∙try ！から始める業務改善～ドレーン・チューブ固定方法のマニュ
アル整備について～

NHO 大阪南医療センター 米田 真央

 P2-176-7∙ ∙化学療法の確実な算定を目指して～実態調査とフローチャートの活用につい
て～

NHO 兵庫中央病院 金本 沙希
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 P2-176-8∙ ∙難病患者の在宅復帰支援における多職種連携と支援の明確化～在宅復帰支援
チェックシートの作成～

NHO 鈴鹿病院 泉名 ひとみ

ポスター 177  ［ 看護技術4 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：疋島 亮子 （NHO 金沢医療センター看護師長）

 P2-177-1∙ ∙退院後の生活に強い不安を抱えたストーマ造設患者に対して退院後訪問を行
い不安軽減繋がった一例

NHO 埼玉病院 狩俣 早紀

 P2-177-2∙ ∙退院後に著しい皮膚障害に陥った壮年期オストメイトの1症例
NHO 函館病院 岩尾 あかね

 P2-177-3∙ ∙尿意が乏しく失禁している患者への排泄動作自立に向けたかかわり
NHO 南和歌山医療センター 小谷 詩歩

 P2-177-4∙ ∙心臓カテーテル検査・治療において患者が看護師に求めているもの～同一体
位を看護師自ら体験し、患者の苦痛を明らかにする～

NHO 西埼玉中央病院 水野 友美

 P2-177-5∙ ∙抗EGFR阻害剤による皮膚障害予防のための指導の効果～ PRO-CTCAE評
価を用いて～

NHO 関門医療センター 山田 優子

 P2-177-6∙ ∙皮膚科外来に通院する高齢患者のスキンケアに関する実態調査
国立療養所奄美和光園 最上 直子

 P2-177-7∙ ∙高齢患者のスキン-テア発生予防に向けた取り組み～学習会実施前後におけ
る看護師の知識と行動の変化～

NHO 兵庫あおの病院 籔内 理香子

 P2-177-8∙ ∙手術体位の側臥位における陰圧式固定具（マジックベッド®）使用時の体圧
分散について～アクションマット®とソフトナース®との比較～

NHO 水戸医療センター 柏 綾友美

ポスター 178  ［ 重症心身障害　看護領域6 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大西 里咲 （NHO 宇多野病院 看護師長）

 P2-178-1∙ ∙重症心身障がい児（者）の身体拘束最小化に取り組む看護師の思いの変化
NHO さいがた医療センター 伊巻 恭宏

 P2-178-2∙ ∙重症心身障害児者における腹臥位療法を継続させるための安全確認
NHO 神奈川病院 夏井 純
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 P2-178-3∙ ∙重症心身障がい・筋ジストロフィー混合病棟における身体拘束解除の取り組み
NHO 長良医療センター 可児 真智子

 P2-178-4∙ ∙重症心身障害児（者）病棟における身体拘束解除の要因―高柵ベッドが解除
できた事例を通して―

NHO 天竜病院 岡田 裕子

 P2-178-5∙ ∙両手ミトン使用患者の抑制解除への関わり～左手ミトン解除による安全安楽
に向けた援助～

NHO 高知病院 上田 和花名

 P2-178-6∙ ∙自傷行為を行う患者に対しての理解とケア介入方法についての検討
NHO あきた病院 長谷山 奈歩

 P2-178-7∙ ∙身体拘束時間を短縮することによりその人らしさを引き出す試み
NHO あきた病院 伊藤 真希子

 P2-178-8∙ ∙経鼻栄養カテーテル挿入患者の拘束時間減少に向けた取り組み
NHO あきた病院 藤田 快星

ポスター 179  ［ 活動報告 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：別府 博仁 （NHO 奈良医療センター薬剤部長）

 P2-179-1∙ ∙令和6年能登半島地震活動報告～ DMAT隊員で組織したNHO医療班とし
てできたこと～

NHO 嬉野医療センター 坂口 晋哉

 P2-179-2∙ ∙国立病院機構におけるプレアボイド報告の集積調査　第3報～近畿国立病院
薬剤師会の取り組み～

NHO 大阪刀根山医療センター 藤井 大和

 P2-179-3∙ 演題取り下げ

 P2-179-4∙ ∙当院の無痛分娩導入に向けての薬剤部での取り組み
NHO 神戸医療センター 中村 優里

 P2-179-5∙ ∙当院における周術期医療への薬剤師の取り組み
NHO 神戸医療センター 清 純一

 P2-179-6∙ ∙術後疼痛管理チームの立ち上げとその活動報告
NHO 大阪南医療センター 井後 彩加

 P2-179-7∙ ∙間質性肺炎のサポート入院時における薬剤師の関わりについて
NHO 天竜病院 小畑 幸菜

 P2-179-8∙ ∙二次元バーコードを使用した吸入指導の評価と有用性について
NHO 福岡病院 近藤 貴子ポ
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ポスター 180  ［ リハビリテーション16　作業療法　運動器疾患・がん ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：守谷 梨絵 （NHO 岡山医療センター 作業療法主任）

 P2-180-1∙ ∙癒着性肩関節包炎に対する手術後に疼痛への破局的思考が増悪した症例
NHO 福山医療センター 脇 ひなの

 P2-180-2∙ ∙変形性肩関節症に対するリバース型人工肩関節置換術後の作業療法趣味の再
獲得に向けたアプローチ

NHO 霞ヶ浦医療センター 平野 智也

 P2-180-3∙ ∙「外転装具シャワー浴評価マニュアル（案）」「肩リハマニュアル（案）」の導入
多職種連携から質の高いケアを目指して

NHO 霞ヶ浦医療センター 中村 篤

 P2-180-4∙ ∙当院での変形性肩関節症におけるリバース型人工肩関節置換術後の短期成績
NHO 岡山医療センター 伊藤 徹至

 P2-180-5∙ ∙手指の機能障害を呈した方に、箸操作の向上を図り箸の形状を工夫し適合を
試みた一症例

国立療養所松丘保養園 北山 信彰

 P2-180-6∙ ∙作業療法士による当院リンパ浮腫外来での取り組みと今後の課題
NHO 福山医療センター 竹内 佳美

 P2-180-7∙ ∙当院における乳がん手術後の肩関節可動域に影響を与える要因に関する後方
視的研究

NHO 九州がんセンター 福地 耕介

 P2-180-8∙ ∙予後半年の進行胃がん患者のリハビリ経過中にHOPEの変化が得られた一
症例

NHO 西埼玉中央病院 有馬 裕二

ポスター 181  ［ リハビリテーション17　理学療法　脳疾患 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：石井 達也 （NHO 福山医療センター 理学療法主任）

 P2-181-1∙ ∙当院における急性期脳卒中患者に対する長下肢装具使用状況の分析
NHO 南和歌山医療センター 山本 洋平

 P2-181-2∙ ∙「SCUチーム」の取り組み～早期より適切なリハビリテーションプログラム
を遂行するために～

NHO 舞鶴医療センター 橋立 さゆり

 P2-181-3∙ ∙左視床出血により重度片麻痺を呈した患者に対してWelwalk-1000を使用
し歩行獲得を目指した一症例

NHO 鳥取医療センター 田中 吟治
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 P2-181-4∙ ∙感覚障害と歩行時の麻痺側膝折れを有する急性期脳梗塞患者に対し姿勢鏡を
用いたステップ練習を実施することで歩行障害が改善した一例

NHO 舞鶴医療センター 光原 智樹

 P2-181-5∙ ∙失調歩行に対し感覚再学習から自宅復帰可能となった多発性脳梗塞の一症例
NHO 鳥取医療センター 小笠原 涼太

 P2-181-6∙ 演題取り下げ

 P2-181-7∙ ∙右延髄外側梗塞により右前方への姿勢制御障害を呈した患者対して、固有感
覚アプローチに着目し独歩獲得に至った一症例

NHO 鳥取医療センター 大黒 咲葉

 P2-181-8∙ ∙Branch∙atheromatous∙disease∙typeの脳梗塞により重度のPusher現象
を呈した患者に対して、環境設定に着目し歩行練習を実施した一例

NHO 大阪医療センター 黒河 大雅

ポスター 182  ［ 医療の質と看護師による業務改善 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山口 梨乃 （NHO 名古屋医療センター 副看護師長）

 P2-182-1∙ ∙ストーマケアの弱点克服のための取り組み
NHO 大阪南医療センター 内藤 潤

 P2-182-2∙ ∙AVシャント管理についての勉強会を実施して∙―効果的な学習方法の検討―
NHO 広島西医療センター 伊藤 仁美

 P2-182-3∙ ∙VATS（胸腔鏡下手術）を受けた肺がん患者の退院後に生じる問題
NHO 南九州病院 西村 優香

 P2-182-4∙ ∙A病院のエアマットレス管理における現状と課題
NHO 鹿児島医療センター 谷崎 知亜紀

 P2-182-5∙ ∙精神科単科病院における褥瘡対策体制の確立
NHO 下総精神医療センター 村田 長緒美

 P2-182-6∙ ∙術後疼痛管理チーム立ち上げから現在の活動について
NHO まつもと医療センター 矢嶋 晶

 P2-182-7∙ ∙手術室看護師の術後疼痛管理に関する認識の実態調査
NHO 大阪医療センター 山本 里穂

 P2-182-8∙ ∙小児科を有する混合病棟における小児患者家族の満足度調査
NHO 鹿児島医療センター 前田 明歩
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ポスター 183  ［ 人材確保・育成4 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：橘 和延 （NHO 近畿中央呼吸器センター 特命副院長）

 P2-183-1∙ ∙実態調査から考える希少がんの臨床研修体制
国立がん研究センター中央病院 小林 英介

 P2-183-2∙ ∙岡山医療センターにおける内科専門研修プログラムの現状と課題
NHO 岡山医療センター 太田 康介

 P2-183-3∙ ∙日本救急医学会認定ICLSインストラクターの人事異動は異動先で受講者が
増加する

NHO 災害医療センター 小野 浩生

 P2-183-4∙ ∙次世代医療機器等開発事業支援デジタルコンテンツ制作ユニット「Digital∙
works∙Bi-AMPS」の活動報告

NHO 大阪医療センター 兼松 大介

 P2-183-5∙ ∙外来健診業務（海外渡航診断書他∙検診・健診業務等）の運用カイゼン～「誰
に聞いたらいいかわからない」を無くす～

NHO 沖縄病院 藤田 香織

 P2-183-6∙ ∙オンラインで行う学生フォーラム・-ナンバーワンナース紹介と360名・39
グループのオンラインディスカッションの成果

NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校 福田 優子

 P2-183-7∙ ∙国立病院機構の薬剤師が企画・開催した薬学生向け「薬剤師のリアル」
NHO 静岡医療センター 高木 彩菜

 P2-183-8∙ ∙手術室での指導方法の統一化・質向上のための取り組み～思考発話法を活用
した現任教育（OJT）導入後の調査研究～

NHO 大阪医療センター 藤堂 綾香

ポスター 184  ［ 医療安全8　インシデント・虐待 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：天野 美津恵 （NHO 大阪南医療センター  医療安全管理係長 看護師長）

 P2-184-1∙ ∙自病棟におけるレベル0ヒヤリ・ハット報告件数の増加に向けた要因分析
NHO 西新潟中央病院 高橋 爽

 P2-184-2∙ ∙理想的なインシデントカンファレンスを目指す～ P-mSHELLの活用を通し
て～

NHO 九州医療センター 米澤 大

 P2-184-3∙ ∙渋川医療センターにおける調剤関連のゼロレベルインシデント分析及び調
剤・鑑査システムの有用性の検討

NHO 渋川医療センター 朝比奈 愛理
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 P2-184-4∙ ∙卒後1・2年目の看護師が直面するヒヤリと感じた看護業務場面の現状
NHO 高崎総合医療センター附属高崎看護学校 後藤 千枝

 P2-184-5∙ ∙医療安全管理室専従看護師参加によるインシデントカンファレンスの実施報
告と今後の展望

国立がん研究センター中央病院 田宮 瑶子

 P2-184-6∙ ∙病理部門におけるインシデント対策
NHO 広島西医療センター 門脇 萌花

 P2-184-7∙ ∙医療安全推進部による虐待防止への取り組み　第四報　―継続的な倫理カン
ファレンスとラウンドを実施して―

NHO 鳥取医療センター 横辻 英也

 P2-184-8∙ ∙当院の現状に即した虐待防止研修の内容検討―アンケート調査を実施して―
NHO 沖縄病院 矢野 良恵

ポスター 185  ［ 感染対策・感染管理6 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：中蔵 伊知郎 （国立循環器病研究センター 副薬剤部長）

 P2-185-1∙ ∙感染制御を目的とした薬剤部内の細菌学的環境調査
NHO 東京医療センター 正木 匠

 P2-185-2∙ ∙当院における外来患者に対する経口抗菌薬の使用実態調査
NHO 渋川医療センター 神尾 咲留未

 P2-185-3∙ ∙外来経口抗菌薬の使用動向の調査
NHO 京都医療センター 山階 規子

 P2-185-4∙ ∙抗菌薬適正使用体制加算をふまえた外来抗菌薬使用状況の現状把握
NHO 宮崎東病院 中西 剛志

 P2-185-5∙ ∙抗菌薬の適正使用、推進中！
NHO 大阪南医療センター 新田 亮

 P2-185-6∙ ∙感染対策向上加算における地域連携から見えたもの
NHO 熊本南病院 川部 真稚子

 P2-185-7∙ ∙感染対策向上加算にかかる地域連携の取り組みと課題～診療報酬改定に伴う
2年間の活動を振り返って～

NHO 岩国医療センター 上成 敏爾

 P2-185-8∙ ∙精神科領域における感染対策上の地域連携を考える～他施設感染対策研修を
行い再認識した感染管理認定看護師の地域活動の重要性～

NHO 東尾張病院 田尻 理恵子
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ポスター 186  ［ 働き方改革4 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：寺尾 紀昭 （NHO 大阪医療センター 事務部業務班長）

 P2-186-1∙ ∙病棟看護業務におけるドラッグアシストナース（DANs）導入効果
NHO 七尾病院 重野 かおる

 P2-186-2∙ ∙自動散薬分包ロボットの導入とその後の経緯について
NHO 奈良医療センター 井後 星哉

 P2-186-3∙ ∙年末調整システムの導入及び実施について
NHO 南岡山医療センター 林 海成

 P2-186-4∙ ∙プログラミング言語がわからなくても可能な生成AIを利用したマクロの作
成について

NHO 新潟病院 杉山 典央

 P2-186-5∙ ∙快適で働きやすい職場環境をめざして　～通年での職員の軽装勤務の実施～
NHO 東京病院 宮田 英治

 P2-186-6∙ ∙簡易懸濁法の推進による調剤業務の時間短縮と効果
NHO あきた病院 大友 大輔

 P2-186-7∙ ∙有志による自分たちの働く環境の満足度を向上し、もっと職場で楽しくはた
らく試み

NHO 下志津病院 後藤 智彦

 P2-186-8∙ ∙外来化学療法におけるPBPM導入による業務効率化への効果と今後の展望
に関する調査

NHO 九州がんセンター 千田 祥子

ポスター 187  ［ 神経･筋疾患7 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：渡辺 千種 （NHO 広島西医療センター 脳神経内科部長）

 P2-187-1∙ ∙髄液中の細胞増加を認め感染性脳炎との鑑別に苦慮したビッカースタッフ型
脳幹脳炎の一例

NHO 北海道医療センター 真島 慧太

 P2-187-2∙ ∙大酒家のアルコール離脱、インフルエンザ罹患後に逆行性健忘、けいれんを
きたし、辺縁系脳炎と考えられた1例

NHO 広島西医療センター 藤井 友希

 P2-187-3∙ ∙先天性内耳奇形により反復性細菌性髄膜炎を呈した一例
NHO 嬉野医療センター 山本 優香
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 P2-187-4∙ ∙長期のリハビリテーションによって人工呼吸器離脱を達成し、歩行能力を再
獲得できた重篤なギラン・バレー症候群関連疾患の一例

NHO 東広島医療センター 今井 天晴

 P2-187-5∙ ∙難治性吃逆で発症し、病変が脳幹に限局したseronegative∙NMOSDの一例
NHO 嬉野医療センター 久原 楓

 P2-187-6∙ ∙動脈の支配域に一致しない大脳の多発DWI高信号域を認めたDLBCL中枢神
経浸潤の一例

NHO 広島西医療センター 中嶋 敏司

 P2-187-7∙ ∙胸髄腫瘍術後に持続する難治性脊髄障害性疼痛に対して脊髄刺激療法が有効
であった1例

NHO 四国こどもとおとなの医療センター 川崎 元敬

 P2-187-8∙ ∙頭蓋内病変で発症しoverlap症候群が疑われた一例
NHO 埼玉病院 本多 拓磨

ポスター 188  ［ 栄養評価/栄養管理体制 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：今泉 良典 （NHO 名古屋医療センター 栄養管理室主任）

 P2-188-1∙ ∙当園における入所者の栄養状態の実態
国立ハンセン病療養所沖縄愛楽園 内村 麻希

 P2-188-2∙ ∙結核患者におけるGLIM基準低栄養と入院期間の関連
NHO 東名古屋病院 小野田 慎平

 P2-188-3∙ ∙当院の入院前支援における管理栄養士の活動の現状と課題
NHO 鹿児島医療センター 崎向 幸江

 P2-188-4∙ ∙うっ血性心不全の再入院に影響する因子と管理栄養士の介入意義の検討
NHO 名古屋医療センター 太嶋 友里

 P2-188-5∙ ∙高度救命救急センターにおける早期経腸栄養プロトコル導入の取り組み
NHO 長崎医療センター 平原 拓馬

 P2-188-6∙ ∙ICUに入室した脳神経外科患者に対する経腸栄養プロトコール導入
NHO 名古屋医療センター 坪井 涼

 P2-188-7∙ ∙当院採用の経腸栄養剤･栄養補助食品の更新に係る経営資源の改善,患者利
益の創出

NHO 帯広病院 鈴木 善之

 P2-188-8∙ ∙間質性肺炎サポート入院における管理栄養士介入の必要性とその効果
NHO 天竜病院 齋藤 秀和
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ポスター 189  ［ 精神疾患2　調査・研究 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：西井 光守 （NHO やまと精神医療センター 医療安全管理係長）

 P2-189-1∙ ∙当院精神リエゾンチーム発足から現在の活動状況について
NHO 横浜医療センター 甲高 成美

 P2-189-2∙ ∙総合病院精神科病棟における転倒転落の実態調査
NHO 仙台医療センター 菅野 友梨香

 P2-189-3∙ ∙認知症患者を対象とした入院持参薬の睡眠薬調査
NHO 東広島医療センター 樫野 勝幸

 P2-189-4∙ ∙国立病院機構大阪医療センターにおける過量内服患者に関する実態調査
NHO 大阪医療センター 三浦 慎也

 P2-189-5∙ ∙急性期病棟に入院する境界性パーソナリティ障害患者に対して若手看護師が
抱く陰性感情の変化とその過程

NHO 久里浜医療センター 小林 周太郎

 P2-189-6∙ ∙精神科急性期病棟に入退院を繰り返す事例に対する看護師の思い－看護師の
退院支援の意識・取り組みの考察－

NHO 小諸高原病院 楢原 すみれ

 P2-189-7∙ ∙長期入院中の統合失調症患者に対する服薬自己管理の導入～自己管理導入前
後における患者の心理的変化に関する事例検討～

NHO 北陸病院 安倍 彩夏

 P2-189-8∙ ∙精神慢性期病棟で長期入院患者の在院日数長期化の要因
NHO やまと精神医療センター 郡 愛海

ポスター 190  ［ 糖尿病・内分泌領域 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：山本 浩平 （NHO 北海道医療センター 内分泌代謝・糖尿病内科医長）

 P2-190-1∙ ∙40歳で診断された永続性新生児糖尿病の一例
NHO 東広島医療センター 谷 菜穂

 P2-190-2∙ ∙脳梗塞後遺症に対する経管栄養中に血糖値の上昇と意識障害をきたし気腫性
膀胱炎の診断に至った高齢2型糖尿病の一例

NHO 北海道医療センター 更谷 朱里

 P2-190-3∙ ∙糖尿病患者の自己管理行動継続に対する援助―患者のセルフモニタリングを
家族間で共有する効果―

NHO 岡山医療センター 田中 真由
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 P2-190-4∙ ∙かかりつけ医との連携強化により良好な血糖マネジメントの維持が期待され
る2型糖尿病の1例

NHO 北海道医療センター 藤澤 麻美

 P2-190-5∙ ∙高齢2型糖尿病患者のPhase∙angleと身体機能との横断的関連
国立国際医療研究センター国府台病院 庄子 拓良

 P2-190-6∙ ∙低血糖発作を繰り返す特発性反応性低血糖の一例
NHO 埼玉病院 関口 遥

 P2-190-7∙ ∙チアマゾールにより好中球減少を呈した1例
NHO 佐賀病院 岩永 鴻之介

 P2-190-8∙ ∙術後に中枢性尿崩症を発症した1例
NHO 広島西医療センター 岡崎 由真

ポスター 191  ［ リハビリテーション18　理学療法　重症心身障害 ］
14:20～15:05 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：瀧口 裕子 （NHO さいがた医療センター リハビリテーション科副理学療法士長）

 P2-191-1∙ ∙成人移行期の重症心身障害児の医療的ケア導入を導入に際し、住環境整備に
介入した一症例

国立成育医療研究センター 山本 章代

 P2-191-2∙ ∙ポジショニングに難渋する重症心身障害児・者への側方ティルト付き車いす
の導入

NHO 石川病院 石崎 裕祐

 P2-191-3∙ ∙四つ這い動作の経験が歩行獲得の一助となった，コルネリア・デ・ランゲ症
候群の一症例

NHO 敦賀医療センター 藤田 貴登

 P2-191-4∙ ∙重症心身障がい児・者における体幹筋筋厚・筋輝度と肺炎発症との関連
NHO 和歌山病院 田實 裕嗣

 P2-191-5∙ ∙体位ドレナージと機械的咳嗽介助の併用による日常的な気道クリアランスに
より発熱回数が減少した重症心身障害児・者の症例

NHO 西別府病院 西崎 武文

 P2-191-6∙ 演題取り下げ

 P2-191-7∙ ∙変形のある重症心身障害児・者に対して姿勢変換による呼吸状態の変化を視
覚的に評価した一例

NHO 西別府病院 宮崎 稜

 P2-191-8∙ ∙重度心身障害児・者における頭部褥瘡に対し改善を目的とした枕作製の経験
NHO 下志津病院 藤田 龍一ポ
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 P2-191-9∙ ∙外来通院の重度知的障害患者に対してホームプログラムを促した一例
NHO 富山病院 川上 泰平

ポスター 192  ［ 放射線治療2 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：鈴木 崇久 （NHO 旭川医療センター 放射線科照射主任）

 P2-192-1∙ ∙ExacTrac∙Dynamicを用いた左乳房に対する深吸気息止め照射の初期経験
NHO 大阪医療センター 伴 春奈

 P2-192-2∙ ∙放射線治療における呼吸管理システムを用いた呼吸停止時位置精度評価
国立国際医療研究センター病院 高松 英莉子

 P2-192-3∙ ∙光学式体表面トラックキングシステム∙Catalyst∙の使用経験について
NHO 浜田医療センター 舩田 典宏

 P2-192-4∙ ∙セットアッププロトコル見直しによる体表面監視装置を使用した放射線治療
セットアップエラーの向上

NHO 小倉医療センター 村田 百花

 P2-192-5∙ ∙アンダーウェアと体表面モニタリングシステム：骨盤部領域放射線治療の新
たな試み

NHO 南九州病院 瀬戸西 徳人

 P2-192-6∙ ∙Oリング型放射線治療装置「Halcyon」の導入と臨床使用について
NHO 九州医療センター 島本 惟

ポスター 193  ［ 下部消化管疾患3 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：万波 智彦 （NHO 岡山医療センター 消化器内科医長）

 P2-193-1∙ ∙盲腸癌合併急性虫垂炎の2例
NHO 佐賀病院 江崎 友淳

 P2-193-2∙ ∙結腸右半切除術を行って救命しえた壊死型虚血性大腸炎の一例
NHO 嬉野医療センター 金瀧 龍峰

 P2-193-3∙ ∙Total∙neoadjuvant∙therapyにて病理学的完全奏効を得た局所進行直腸癌
の1例

NHO 埼玉病院 小野 奎一郎

 P2-193-4∙ ∙仙骨前面に発生した神経鞘腫の1例
NHO 三重中央医療センター 金井 陸

 P2-193-5∙ ∙大腸に限局するMALTリンパ腫の1例
NHO 相模原病院 井關 綾乃
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 P2-193-6∙ ∙消化管アミロイドーシスが原因と考えられた腸重積の1例
NHO 横浜医療センター 本山 奈佑

ポスター 194  ［ 看護技術5 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：上地 まり子 （NHO 四国こどもとおとなの医療センター 副看護師長）

 P2-194-1∙ ∙HIV感染後に進行性多巣性白質脳症による失語を発症し、入院中、治療に拒
否的となった患者に外来看護師が介入し多職種で支援した1例

NHO 仙台医療センター 佐々木 晃子

 P2-194-2∙ ∙認知症治療薬「レカネマブ」治療が生活の質に与えた影響～外来治療継続の
支援を目指して～

NHO 大牟田病院 村田 綾子

 P2-194-3∙ ∙術後患者の経腸栄養自己管理に向けた指導の実態～勉強会前後のアンケート
結果から～

NHO 函館病院 藤谷 歌織

 P2-194-4∙ ∙ビデオ脳波モニタリング検査を受ける患者に対してパスを運用しての影響と
課題について

NHO 奈良医療センター 阪上 友介

 P2-194-5∙ ∙全身麻酔下で手術を受ける高齢患者に向けたパンフレットの評価～アンケー
トから見えてくる課題～

NHO 千葉医療センター 高橋 仁美

 P2-194-6∙ ∙末梢神経障害に対する取り組み～フローズングローブを導入して～
NHO 函館病院 倉見 亜希子

 P2-194-7∙ ∙サージカルマスク装着が心臓血管外科手術を受けた酸素療法中患者に与える
影響因子

NHO 鹿児島医療センター 立宅 由佳

ポスター 195  ［ 医療安全、倫理 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大上 寿子 （NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 専任教員）

 P2-195-1∙ ∙看護学校におけるインシデント再発防止への取り組みと課題
NHO 大阪医療センター附属看護学校 早川 直子

 P2-195-2∙ ∙医療安全教育におけるリスク感性育成を目指したシミュレーション教育での
看護学生の学びの実態

NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校 和田 みずえポ
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 P2-195-3∙ ∙基礎看護学実習における倫理カンファレンスの意義　～看護職の倫理綱領を
ふまえて～

NHO 沼田病院 古市 清美

 P2-195-4∙ ∙看護学生が臨地実習で行う看護倫理カンファレンスのイメージと実態
NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校 林 裕子

 P2-195-5∙ ∙看護学生のケアリング的関係性の形成を目指した対象理解演習での学び
NHO 姫路医療センター附属看護学校 山下 雅晴

 P2-195-6∙ ∙新人看護師に向けて実習指導者との語りの場面を設ける意味∙―看護師に求
められる実践能力向上と不安軽減に向けて―

NHO 浜田医療センター附属看護学校 小林 真弓

 P2-195-7∙ ∙基礎看護学実習の学生が看護師の語りを聴いて抱いた気持ち
NHO 高知病院附属看護学校 水口 沙紀

ポスター 196  ［ 核医学臨床技術2　脳SPECT　その他 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：尾上 一典 （NHO 呉医療センター 放射線科RI検査主任）

 P2-196-1∙ ∙ドパミントランスポータシンチグラフィにおけるAC-PC∙lineが与える影響
NHO 大分医療センター 神田 一徳

 P2-196-2∙ ∙脳血流シンチグラフィ画像統計解析ソフト（eZISニューロ）の特徴領域別血
流Zスコアにおける至適カットオフ値の検討

NHO 大牟田病院 平川 善徳

 P2-196-3∙ ∙REICA法を用いた脳血流定量の有効性
NHO 長崎医療センター 宮嵜 義章

 P2-196-4∙ ∙ドパミントランスポータシンチグラフィにおける解剖学的標準化を応用した
参照領域推定法の評価～従来法で算出したSBRとの比較～

NHO あきた病院 小野寺 忍

 P2-196-5∙ ∙DaTViewにおけるVer.1.3∙とVer.1.4の比較検討
NHO 嬉野医療センター 木須 康太

 P2-196-6∙ ∙SPECT　CT検査の稼働率向上に向けた多職種での取り組み
NHO 相模原病院 大森 智子

 P2-196-7∙ ∙骨シンチグラフィのコントラストに関する検討
NHO 水戸医療センター 天野 祥吾
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ポスター 197  ［ 薬薬連携 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：村津 圭治 （NHO 大阪医療センター 副薬剤部長）

 P2-197-1∙ ∙疑義照会簡素化プロトコル導入後の現状と課題
NHO 仙台医療センター 簗瀬 文香

 P2-197-2∙ ∙下志津病院における院外処方箋の疑義照会簡素化プロトコル導入の取り組み　
第2報

NHO 下志津病院 藤田 飛龍

 P2-197-3∙ ∙東埼玉病院における院外薬局からの疑義照会に対する代行回答プロトコル導
入の効果と疑義照会内容の分析

NHO 東埼玉病院 宮森 彩香

 P2-197-4∙ ∙オラパリブ・ニラパリブの副作用チェックシートを使用したトレーシングレ
ポートの運用について

NHO 小倉医療センター 金本 卓

 P2-197-5∙ ∙トレーシングレポートによりオキサリプラチンの遅発性過敏症の重症化を回
避した直腸がんの1例

NHO 豊橋医療センター 小久保 維菜

 P2-197-6∙ ∙CKD重症化予防の取り組みに対する現状と今後の課題
NHO 北海道医療センター 山崎 日花里

 P2-197-7∙ ∙当院におけるホスレボドパ・ホスカルビドパ持続皮下注導入時の取り組み
NHO 東名古屋病院 有藤 直子

ポスター 198  ［ リハビリテーション19　マネジメント ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：上野 俊之 （NHO 大阪医療センター リハビリテーション科理学療法士長）

 P2-198-1∙ ∙当院における地域包括ケア病棟のリハビリテーション動向と課題
NHO 金沢医療センター 辻原 美智雄

 P2-198-2∙ ∙郵送・電話対応を行うことでリハビリテーション計画書の算定数に増加が見
られた一例

NHO 東埼玉病院 植木 健斗

 P2-198-3∙ ∙人事異動に伴う業務遂行能力の変化について
NHO 岡山医療センター 大石 達也

 P2-198-4∙ ∙関東圏最北の国立病院リハビリテーション科の在り方について
NHO 沼田病院 横山 孝之
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 P2-198-5∙ ∙休日リハ診療代行申し送り方法一律化の取組み～申し送りの時間短縮と正確
さを目指して

NHO 奈良医療センター 作 慎一郎

 P2-198-6∙ ∙精神科作業療法士を1名から2名体制に増員し運営した効果
NHO 舞鶴医療センター 橋詰 みなみ

 P2-198-7∙ ∙完全365日リハビリテーションの導入後の副次的効果
NHO 岡山医療センター 守谷 梨絵

ポスター 199  ［ リハビリテーション21　作業療法　神経筋疾患・意思伝達支援 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：加藤 佳子 （NHO 長良医療センター 主任作業療法士）

 P2-199-1∙ ∙当院における入力スイッチを使用したナースコール支援について～紹介～
NHO 南岡山医療センター 小林 理英

 P2-199-2∙ ∙多系統萎縮症患者に対してICT機器導入に向けた作業療法～症例報告～
NHO 宇多野病院 安居 奈菜美

 P2-199-3∙ ∙急性期病院における進行を見据えたALS患者への在宅に向けたコミュニ
ケーショ支援

NHO 埼玉病院 高梨 美幸

 P2-199-4∙ ∙作業療法士の行うゲーム操作支援が自己効力感を向上させた事例-Duchenne
型筋ジストロフィー者に対する任天堂Switch操作支援を通して-

NHO 東埼玉病院 堀内 奨

 P2-199-5∙ ∙意思伝達装置長期利用のための導入時評価～視線入力方式とスキャン方式で
の操作性の比較と満足度調査～

NHO 天竜病院 大井 七海

 P2-199-6∙ ∙デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者におけるeスポーツに対するアンケー
ト調査と介入事例

NHO あきた病院 渡辺 雄紀

 P2-199-7∙ ∙デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者の上肢機能についての検討
国立精神・神経医療研究センター 清水 功一郎

ポスター 200  ［ 支持療法・緩和医療3 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：坂井 みさき （NHO 京都医療センター 副看護師長）

 P2-200-1∙ ∙終末期ケア・緩和ケアに関する看護師の認識と実践における困難感－非がん
性疾患患者の終末期ケア・緩和ケアの取り組み－

NHO 天竜病院 浦野 湧友
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 P2-200-2∙ ∙オピオイド説明用紙作成による患者指導の質の向上と統一化の取り組み
NHO 姫路医療センター 長門石 光司

 P2-200-3∙ ∙終末期患者に適した口腔ケアを実践するための取り組み
国立がん研究センター東病院 高田 学

 P2-200-4∙ ∙急性期病院外科系病棟の緩和ケア看護への看護師の意識に関する実態調査
NHO 熊本医療センター 江頭 佳那

 P2-200-5∙ ∙緩和ケア患者における氷菓の有効性の検討
NHO 千葉医療センター 澤田 周矢

 P2-200-6∙ ∙手術療法を受ける消化器がん患者の入院時苦痛のスクリーニングの現状
NHO 大阪南医療センター 内藤 潤

 P2-200-7∙ ∙ACPに対する難解なイメージを払拭するためのポスター活動
NHO 福山医療センター 前田 智樹

ポスター 201  ［ 精神疾患4　治療プログラム・アセスメント ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：永阪 元基 （NHO 和歌山病院 主任作業療法士）

 P2-201-1∙ ∙精神科病院における摂食・嚥下アセスメントシート作成の取り組み-安心・
安全な食事提供を目指して-

NHO 琉球病院 高木 ももこ

 P2-201-2∙ ∙精神科急性期病棟における疾患別セルフケアのリカバリー傾向を把握する
NHO 花巻病院 小山 直輝

 P2-201-3∙ ∙精神科病院におけるリカバリー志向の認知療法の導入に関する取り組み
NHO 東尾張病院 古村 健

 P2-201-4∙ ∙安定的なクロザピン治療の継続を目的とした運動プログラムの有効性
NHO 琉球病院 仲間 賢治

 P2-201-5∙ ∙アルコール依存症患者の身体機能とプログラム参加の関係性に対する報告
NHO 久里浜医療センター 山本 絵美

 P2-201-6∙ ∙児童思春期病棟における患者参加型カンファレンスの実践とその効果
NHO 肥前精神医療センター 平位 和寛

 P2-201-7∙ ∙複数病棟をつなぐ精神科オンラインプログラムの取り組み
NHO さいがた医療センター 森口 真
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ポスター 202  ［ 看護業務4 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：野本 友紀子 （NHO 横浜医療センター 副看護部長）

 P2-202-1∙ ∙日帰り手術を受ける外来患者への術前における看護介入の検討～外来看護師
と手術室看護師に対するアンケート調査から考える～

NHO 敦賀医療センター 小滝 茉佑南

 P2-202-2∙ ∙単回測定に特化した膀胱用超音波画像診断装置の使用経験
NHO 信州上田医療センター 山下 雅美

 P2-202-3∙ ∙手術器械の洗浄、滅菌、点検作業にかかる時間削減への取り組み－コンテナ
のスリム化を行って－

NHO 函館病院 原 桃子

 P2-202-4∙ ∙高度救命救急センターにおけるICU日記作成時間短縮の取り組み
NHO 長崎医療センター 光武 愛梨

 P2-202-5∙ ∙高度救命救急センターにおけるICUダイアリーの導入が看護師に及ぼす影響
NHO 長崎医療センター 田島 綾花

 P2-202-6∙ ∙胸部症状を訴え救急搬送される患者に対する救急外来看護師の行動分析
NHO 熊本医療センター 渡辺 純也

 P2-202-7∙ ∙重症外傷診療における血管造影室看護の標準化に向けた取り組みと課題
NHO 災害医療センター 佐藤 美沙子

 P2-202-8∙ ∙看護ケア向上を目的とした標準看護計画の作成認知症ケアマニュアルの内容
に沿った計画づくり

NHO 旭川医療センター 藤信 真吾

ポスター 203  ［ 看護業務5 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：森山 恵美子 （NHO 高知病院 看護師長）

 P2-203-1∙ ∙5週間意欲高揚エクササイズ入院の入院前情報収集リストの有用性～病棟看
護師に対するアンケート調査～

NHO とくしま医療センター西病院 野口 美穂

 P2-203-2∙ ∙潜在性結核感染症（LTBI）患者の看護師外来による服薬支援者の有効性分析
及び治療完遂者、脱落中断者の分析

NHO 南京都病院 田靡 康代

 P2-203-3∙ ∙退院支援研修に対するニーズを把握した研修計画の立案にむけて～病棟看護
師が求める退院支援研修とは～

NHO 渋川医療センター 小嶌 美津穂 ポ
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 P2-203-4∙ ∙地域包括ケア病棟におけるSTAS-J評価の効果と今後の課題
NHO 函館病院 高井 みゆき

 P2-203-5∙ ∙患者特性を把握して看護に活かす取り組み～対象を捉えるためのツールを用
いたカンファレンス実施による看護師の意識変化～

NHO 仙台医療センター 窪田 佳奈子

 P2-203-6∙ ∙成人・小児混合病棟における看護師の倫理的行動に関する現状
NHO 西埼玉中央病院 齋藤 萌

 P2-203-7∙ ∙SPDシールの適切な運用に向けた取り組み
NHO 沖縄病院 阿部 香澄

 P2-203-8∙ ∙虐待防止の取り組み～スローガンのポスターを作成した効果～
NHO 青森病院 吉澤 ひろみ

ポスター 204  ［ 看護管理5 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：岡田 直子 （国立がん研究センター中央病院 看護師長）

 P2-204-1∙ ∙NICU災害訓練を実施して～アクションカードの作成に取り組んで～
NHO 舞鶴医療センター 渡邉 真奈美

 P2-204-2∙ ∙がん専門病院呼吸器内科病棟における緊急入院患者の特性と対策
NHO 北海道がんセンター 藤吉 夏希

 P2-204-3∙ ∙当院における造血幹細胞移植後長期フォローアップ外来開設後の現状と課題
NHO 呉医療センター 此本 圭佑

 P2-204-4∙ ∙脳神経外科術後患者における離床基準活用による在院日数の短縮効果と影響
要因の検討

NHO 仙台医療センター 阿部 琴水

 P2-204-5∙ ∙二次性骨折予防継続管理料算定への取り組み
NHO 宇多野病院 小山 好美

 P2-204-6∙ ∙離床センサー開始判断における看護師のアセスメントに関する研究
NHO 神奈川病院 三堀 颯太

 P2-204-7∙ ∙HCU病棟におけるセル看護方式を活用した身体的拘束解除へ向けた取り組み
NHO 信州上田医療センター 小田木 舞依

 P2-204-8∙ ∙虐待防止研修の効果－風通しのよい職場環境づくりを目指して－
NHO 青森病院 芳賀 奈穂子
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ポスター 205  ［ 重症心身障害　看護領域7 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：緒方 純子 （国立療養所多磨全生園 看護師長）

 P2-205-1∙ ∙WEST症候群発症による経口摂取困難な乳児への経口摂取再開に向けた多
職種での検討∙～ミルクアレルギーを持つ児への取り組み～

NHO 富山病院 黒瀬 潤子

 P2-205-2∙ ∙重症心身障がい者の摂食嚥下環境　50年の変遷とST介入の影響
NHO 長良医療センター 甲斐 美津江

 P2-205-3∙ ∙食事拒否が出現した重症心身障害者へのアプローチ～再び経口摂取ができる
ようになるまでの11 ヶ月～

NHO 西新潟中央病院 高橋 小百合

 P2-205-4∙ ∙重症心身障がい者における体重コントロールについて
NHO 奈良医療センター 青海 未来

 P2-205-5∙ ∙重症心身障害病棟における多職種チームの活動－摂食チームと行動療法チー
ム－

NHO やまと精神医療センター 谷口 謙

 P2-205-6∙ ∙医療的ケア児入所を目的とする関係機関へのアウトリーチについて
NHO 奈良医療センター 片山 浩暉

 P2-205-7∙ ∙医療的ケア児におけるレスパイト入院体制の構築とその効果
NHO 西埼玉中央病院 寺島 奈央

 P2-205-8∙ ∙患者の人生の最終段階の医療とケア決定をする際に、看護師が重要視したこ
と医療者に終末期医療の決定を委ねられた事例を振り返る

NHO 長良医療センター 佐合 和美

ポスター 206  ［ 評価、キャリア支援 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：奥田 真由美 （NHO 呉医療センター附属呉看護学校 教員）

 P2-206-1∙ ∙臨床実習における検査測定および治療実施状況の調査について
NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院 中村 敦子

 P2-206-2∙ ∙A病院内視鏡室配属の消化器内視鏡技師に求められる教育的サポートに関す
る調査

NHO 九州がんセンター 村上 友美

 P2-206-3∙ ∙学生による学年毎実習目標の到達度自己評価の現状
NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 寺田 博子
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 P2-206-4∙ ∙3年課程2年次後期のキャリア教育導入による効果∙―キャリアオリエン
テーション、シンポジウム・交流会の実施を試みて―

NHO 愛媛医療センター附属看護学校 友近 昌美

 P2-206-5∙ ∙卒業前技術演習が看護学生の技術到達度の上昇と不安の軽減に及ぼす影響に
ついて

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 太田 恵子

 P2-206-6∙ ∙卒後2年目看護師の継続就業を支える要素～卒業校での精神的支援の有効性
の検証

NHO 弘前総合医療センター附属看護学校 三浦 喜子

 P2-206-7∙ ∙看護学生の2年次・3年次領域別実習前後における社会人基礎力の自己評価
（第一報）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校 中村 なぎさ

 P2-206-8∙ ∙看護学実習に臨む学生への精神的支援～実習指導者と看護学生の交流会開催
を通して～

NHO 横浜医療センター 橋本 優紀

ポスター 207  ［ リハビリテーション20　理学療法　神経筋疾患2 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：速水 慶太 （NHO 沖縄病院 リハビリテーション科理学療法士）

 P2-207-1∙ ∙筋ジストロフィー患者の股関節の痛みに配慮した移乗方法の検討
NHO 下志津病院 大江 友加里

 P2-207-2∙ ∙内旋歩行を呈した脳性麻痺児に対して，腱延長・筋解離術を施行した1例
NHO 三重病院 高橋 勇介

 P2-207-3∙ ∙電動車いすに人工呼吸器と酸素ボンベの搭載を検討した事例について
NHO 広島西医療センター 西村 和美

 P2-207-4∙ ∙異常姿勢を呈したMG患者に対する理学療法の経験
NHO 宇多野病院 茅野 凌平

 P2-207-5∙ ∙長期入院中に呼吸状態不良となり、カフアシストを導入した筋萎縮性側索硬
化症症例について

NHO 石川病院 小池 結友

 P2-207-6∙ ∙FS/GBS∙overlap症例の神経症状の急性期からの運動療法の経験
NHO 水戸医療センター 井口 朋重

 P2-207-7∙ ∙腸腰筋に着目しアプローチを行い、立位姿勢・ADLに改善が見られた二分
脊椎患者の一例

NHO 三重病院 桂川 貴暉

 P2-207-8∙ ∙当院における電動車いす使用者の事故発生と患者背景の関連について
NHO 下志津病院 佐藤 悠
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ポスター 208  ［ 循環器疾患2　血管疾患 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：阿部 充 （NHO 京都医療センター 循環器内科医長）

 P2-208-1∙ ∙胸部単純CTによる冠動脈疾患の簡便で汎用性のあるスクリーニング方法の
検討

NHO 金沢医療センター 原田 智也

 P2-208-2∙ ∙心筋梗塞再発予防のための壮年期患者におけるセルフケア行動を継続できる
要因

NHO 浜田医療センター 吉川 菜摘

 P2-208-3∙ ∙院外心停止から蘇生された冠攣縮性狭心症のICD植込術後の作動状況と今
後の着用型自動除細動器（WCD）活用について

NHO 名古屋医療センター 宮原 圭吾

 P2-208-4∙ ∙特発性冠動脈解離に対して冠動脈バイパス術を行い良好な転帰を辿った一例
NHO 嬉野医療センター 宮本 梨々紗

 P2-208-5∙ ∙急性大動脈解離術後出血に対し、ICUにて再開胸止血を行い救命した1例
NHO 埼玉病院 配島 功成

 P2-208-6∙ ∙当院で経験した非外傷性腹直筋血腫の一例
NHO 佐賀病院 堤 健司

 P2-208-7∙ ∙食道狭窄に対し内視鏡的バルーン拡張を繰り返し、Gemella∙morbillorum
による感染性心内膜炎を発症した1例

NHO 弘前総合医療センター 加藤 武

 P2-208-8∙ ∙関節変形を伴った虚血性足趾潰瘍に対し血行再建後に関節形成術を行った1例
NHO 関門医療センター 村上 雅憲

ポスター 209  ［ 医療安全9　医療安全その他2 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：永井 里香 （NHO 奈良医療センター 医療安全管理係長）

 P2-209-1∙ ∙迅速クレアチニン分析装置における統計学的誤差を考慮した運用方法の検討
NHO 西別府病院 森山 浩二

 P2-209-2∙ ∙電動車いす・シニアカーの安全利用の取り組み∙―高齢化に伴う運転状況の
把握―

国立療養所沖縄愛楽園 高江洲 昌江

 P2-209-3∙ ∙小児科ワクチン接種　期間・間隔の管理について
NHO 福島病院 安藤 正次
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 P2-209-4∙ ∙心臓血管外科における緊急手術を迅速に開始するための心臓血管外科コア看
護師の取り組み

NHO 埼玉病院 山根 詩乃

 P2-209-5∙ ∙NCGG回復期リハビリテーション病棟の転倒は減らせるか？　―先回りケ
アを意識した介入―

国立長寿医療研究センター サブレ森田 さゆり

 P2-209-6∙ ∙経皮的カテーテル心筋焼灼術における患者・術者被ばく線量の推移
NHO 鹿児島医療センター 久木野 豊

 P2-209-7∙ ∙医療法に基づく医療ガス供給設備の保守点検業務および医療ガス安全管理研
修会をはじめて

NHO 兵庫あおの病院 西村 友香子

 P2-209-8∙ ∙司法精神科病棟における作業療法室内の物品整理について
NHO 東尾張病院 鳥原 滉太

ポスター 210  ［ 骨粗鬆症・膠原病・関節疾患 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：平尾 眞 （NHO 大阪南医療センター部長）

 P2-210-1∙ ∙当院における骨粗鬆症リエゾンサービス介入患者の運動能力について
NHO 金沢医療センター 本東 剛

 P2-210-2∙ ∙当院におけるステロイド投与患者に対する骨粗鬆症治療の介入状況について
NHO 金沢医療センター 樋口 聖

 P2-210-3∙ ∙周術期の歯科口腔外科受診結果から骨粗鬆症患者における歯科受診推奨の必
要性を検討する

NHO 村山医療センター 田渕 友美

 P2-210-4∙ ∙関節リウマチ患者における間質性肺病変と血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗
体との関連

NHO 東京病院／ NHO 相模原病院 岡 笑美

 P2-210-5∙ ∙Rs35705950∙MUC5Bと関節リウマチ関連間質性肺病変との関連
NHO 東京病院 樋口 貴士

 P2-210-6∙ ∙肺高血圧症と溶血性貧血、関節痛で発症したSLEの一例
NHO 嬉野医療センター 大熊 れいら

 P2-210-7∙ ∙THA術後患者に対し移動自立指示を理学療法士主体で行った取り組み～専
門性を発揮するために～

NHO 大阪医療センター 殿水 薫

 P2-210-8∙ ∙新しいOWDTO（Interlocking∙OWDTO）における粗面骨切り部の骨癒合
の検討

NHO 熊本再春医療センター 堀川 朝広
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ポスター 211  ［ 神経･筋疾患9 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：三ツ井 貴夫 （NHO とくしま医療センター西病院 臨床研究部長）

 P2-211-1∙ ∙脳神経内科病棟におけるPDナースの新たな取り組み
国立精神・神経医療研究センター 有馬 真尋

 P2-211-2∙ ∙パーキンソン病患者に対する呼吸リハビリテーションの検討
NHO とくしま医療センター西病院 乃村 道大

 P2-211-3∙ ∙ホスレボドパ・ホスカルビドパ配合液持続皮下注療法導入患者に対する皮膚・
排泄ケア認定看護師の介入が有効であった1例

NHO 熊本再春医療センター 勝木 信敬

 P2-211-4∙ ∙パーキンソン病患者・家族に関わる看護師の在宅療養支援に関する実態調査
からみえた今後の課題

NHO 静岡てんかん・神経医療センター 森 裕

 P2-211-5∙ ∙ALS患者の療養プロセスにおけるレスパイト入院の意義
NHO 七尾病院 上田 竜也

 P2-211-6∙ ∙胃瘻造設した神経難病患者の家族が抱える退院後生活に対する不安と困難感
NHO 南九州病院 岩元 萌花

 P2-211-7∙ ∙拘縮が強い患者における皮膚障害予防に関する文献検討
NHO 箱根病院 中本 心愛

ポスター 212  ［ 神経･筋疾患10 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：大平 香織 （NHO 青森病院 地域医療連携室医療社会事業専門職）

 P2-212-1∙ ∙神経・筋疾患における支援者向けセミナーの開催に関する一考察
NHO 青森病院 大平 香織

 P2-212-2∙ ∙筋強直性ジストロフィー 1型患者と介護者のための心理・社会的支援プログ
ラム：介護者に着目した検討

NHO 青森病院 後藤 桃子

 P2-212-3∙ ∙健康の保持増進をめざした認知行動療法の導入
NHO 三重病院 山口 明日香

 P2-212-4∙ ∙福祉サービスの提供に消極的な患者への療育支援
NHO 奈良医療センター 藤山 みらい

 P2-212-5∙ ∙筋ジストロフィー病棟長期入院患者における任意後見契約締結後の経過と課題
NHO 鈴鹿病院 石川 愛

 P2-212-6∙ ∙衣類の改良で広げる利用者の生活
NHO 松江医療センター 上岡 絵美
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 P2-212-7∙ ∙対極性思考法の創出とパーキンソン病に対する効果
NHO とくしま医療センター西病院 井上 真理子

 P2-212-8∙ ∙人工呼吸器を装着している筋萎縮性側索硬化症の患者さんとご家族の外出支
援～児童指導員としてのアプローチ～

NHO あきた病院 石川 友貴

ポスター 213  ［ 嚥下調整食・給食管理 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：半澤 里紗 （NHO 山形病院 主任栄養士）

 P2-213-1∙ ∙嚥下調整食の栄養価改善にむけて～当院嚥下調整食の現状把握～
NHO 琉球病院 矢口 友梨

 P2-213-2∙ ∙ムース食のニュークックチル導入におけるゲル化剤の検討
国立循環器病研究センター 宮井 弓菜

 P2-213-3∙ ∙LST法を用いた濃厚流動食品へのとろみ調整食品添加による粘性の比較
NHO 東名古屋病院 臼井 よしの

 P2-213-4∙ ∙栄養強化粥の導入と検証
NHO まつもと医療センター 飯塚 藍里

 P2-213-5∙ ∙調理師による手作りおやつ提供の取り組み
NHO 久里浜医療センター 篠原 明香

 P2-213-6∙ ∙当院ホームページ掲載の献立表利用状況調査
NHO 医王病院 川井 凱

 P2-213-7∙ ∙特別食加算の算定率向上に向けた取り組み
NHO 愛媛医療センター 大西 美夢

 P2-213-8∙ ∙消費者物価指数と病院食1食単価指数の比較検討～栄養業務量として調査さ
れない管理栄養士による経費削減対策の効果～

NHO 長崎病院 近藤 高弘

ポスター 214  ［ 呼吸器疾患4 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：小林 岳彦 （NHO 近畿中央呼吸器センター 臨床研究センター治験管理室長）

 P2-214-1∙ ∙アミカシン硫酸塩吸入用製剤の使用状況と治療継続への寄与を目指して
NHO 近畿中央呼吸器センター 山口 絢香

 P2-214-2∙ ∙肺Mycobacterium avium∙complex症におけるエサンブトールの減感作療
法についての後方視的検討

NHO 近畿中央呼吸器センター 小林 岳彦
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 P2-214-3∙ ∙非結核性抗酸菌症の経過観察中に筋無症候性皮膚筋炎による間質性肺炎を発
症した症例

NHO 旭川医療センター 金子 未波

 P2-214-4∙ ∙菌球形成を認めた慢性肺スエヒロタケ症の1例
NHO 東京病院 加藤 貴史

 P2-214-5∙ ∙細菌性肺炎の重症度評価に対する単球分布幅（MDW）の有用性に関する後
方視的検討

NHO 大牟田病院 若松 謙太郎

 P2-214-6∙ ∙脳結核併発粟粒結核患者のリハビリテーションからの視点
NHO 大牟田病院 小田 洋子

 P2-214-7∙ ∙当院における新型コロナウイルス感染症の結核に対する影響の検討
NHO 愛媛医療センター 伊東 亮治

 P2-214-8∙ ∙喘息患者Th2細胞におけるZFP36ファミリー発現低下はサイトカイン産生
と接着分子の発現を増強させる

NHO 東京病院 五十嵐 彩夏

ポスター 215  ［ 専門・認定看護師、JNP活動 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：青木 大輔 （NHO 熊本医療センター 看護師長）

 P2-215-1∙ ∙A病院における診療看護師の卒後研修に関する報告
NHO 大分医療センター 高橋 知子

 P2-215-2∙ ∙整形外科病棟管理における診療看護師（JNP）の活動～麻酔科での業務経験
を生かして

NHO 東京医療センター 川村 知也

 P2-215-3∙ ∙当院診療看護師が行う相対的医行為の承認システム構築と脳神経外科での実践
NHO 九州医療センター 坪根 瞳

 P2-215-4∙ ∙認定看護師のコンサルテーション依頼の増加に向けた取り組み
NHO 神奈川病院 澤田 舞

 P2-215-5∙ ∙がん看護系の専門看護師（以下、CNS）・認定看護師（以下、CN）による－
アピアランスケアを行う看護師への支援活動について－

NHO 京都医療センター 田中 雅子

 P2-215-6∙ ∙認知症看護認定看護師による術前介入が肝胆膵悪性腫瘍患者のせん妄発生に
与える影響

NHO 東広島医療センター 塔岡 愛弓

 P2-215-7∙ ∙認知症看護認定看護師による退院後訪問指導の一例
NHO 仙台西多賀病院 西川 菜央 ポ
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 P2-215-8∙ ∙専門・認定看護師連絡会議の取り組みに関する報告
NHO 東京医療センター 仁平 知保

 P2-215-9∙ ∙A病院で放射線治療を受ける患者の初診時の治療に対する疑問－がん放射線
療法看護認定看護師の立場から今後の課題を考える－

NHO 大分医療センター 佐藤 晶子

ポスター 216  ［ 意思決定支援4 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：吉川 智章 （NHO 姫路医療センター 看護師長）

 P2-216-1∙ ∙療養介護病棟における支援ニーズに関する情報共有シートの効果
NHO 西新潟中央病院 榎本 拓哉

 P2-216-2∙ ∙多職種間における患者理解の共有～統一化された支援を目指して～
NHO 福島病院 長沼 真歩

 P2-216-3∙ ∙「多職種で支えた呼吸器疾患患者の症例」‐ アドバンス・ケア・プランニン
グ実践の振り返り ‐

NHO 三重中央医療センター 三鬼 胡桃

 P2-216-4∙ ∙その人らしい最期をを迎えるための看取りケアとは　―A氏の看取りカン
ファレンスを振り返りみえてきたもの―

国立療養所菊池恵楓園 佐伯 裕美

 P2-216-5∙ ∙経口摂取を望む進行期のパーキンソン病患者に対する意思決定支援
NHO 仙台西多賀病院 杉山 美玖

 P2-216-6∙ ∙頸髄損傷患者のACPに参加し、意思決定支援を行った事例報告
NHO 山形病院 田中 こうや

 P2-216-7∙ ∙産婦人科病棟看護師の意思決定支援における役割
国立循環器病研究センター 室 亜希子

 P2-216-8∙ ∙地域包括ケア病棟における多職種協働によるACPのあり方の検討
国立長寿医療研究センター 岩下 彩

 P2-216-9∙ ∙筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者と遺族の在宅療養支援の振り返り
NHO 宮城病院 秋山 一恵

ポスター 217  ［ IVR・精度と技術支援 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：瀬古 由紀枝 （NHO 静岡てんかん・神経医療センター 放射線科RI検査主任）

 P2-217-1∙ ∙Power∙Injectorを用いた、肺動脈造影における希釈造影方法の検討
NHO 岡山医療センター 羽原 綾佑
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 P2-217-2∙ ∙椎体インプラントにおけるedge強調関数を用いた再構成の有用性
NHO 京都医療センター 木村 浩一

 P2-217-3∙ ∙脊椎手術での画像評価に適した再構成関数の検討
NHO 京都医療センター 林 由貴

 P2-217-4∙ ∙FFR∙Angio∙Systemの基礎的検討
NHO 嬉野医療センター 堀 歓子

 P2-217-5∙ ∙腎臓癌の動脈塞栓術における栄養血管自動検出機能の評価
NHO 熊本医療センター 上山 史貴

 P2-217-6∙ ∙複数のキャリブレーション方法における血管径計測精度の検討
NHO 四国こどもとおとなの医療センター 川田 涼香

 P2-217-7∙ ∙脳血管3D回転撮影における最適な造影剤注入条件の検討
NHO 弘前総合医療センター 林下 翔城

 P2-217-8∙ ∙当院における頸動脈ステント留置術（CAS）での3D撮影と解析機能の導入
NHO 北海道医療センター 田村 雅巳

 P2-217-9∙ ∙Bolus∙Tracking法を応用した3D-RA撮影法の検討
NHO 仙台医療センター 佐藤 弘教

ポスター 218  ［ 生理検査 ］
15:05～15:50 ポスター会場（グランキューブ大阪（大阪国際会議場）3階 イベントホール）

座長：横山 典子 （NHO 函館医療センター臨床検査科主任）

 P2-218-1∙ ∙心エコー図検査が治療に有用であった悪性リンパ腫（DLBCL）の一例
NHO 別府医療センター 高永 恵

 P2-218-2∙ ∙肺動脈弁に認めた乳頭状線維弾性腫の1例
NHO 指宿医療センター 清 美沙紀

 P2-218-3∙ ∙右房原発平滑筋肉腫の一例
NHO 名古屋医療センター 木下 理恵

 P2-218-4∙ ∙当院で経験した肝原発平滑筋肉腫の1例
NHO 長崎医療センター 十時 花帆

 P2-218-5∙ ∙Remitting∙Seronegative∙Symmetrical∙Synovitis∙with∙Pitting∙Edema症
候群に男性乳癌が合併した一症例

NHO 熊本再春医療センター 高濱 瞳

 P2-218-6∙ ∙発作性心房細動検出を目的とした医用テレメータ長時間心電図データの有用
性の検討

NHO 舞鶴医療センター 小椋 由紀

 P2-218-7∙ ∙神経難病患者を対象に宅配便を使用した生理機能検査機器返却の試み
NHO 大阪刀根山医療センター 柳 大海

ポ
ス
タ
ー

239第78回国立病院総合医学会

214



第
２
日
目

 P2-218-8∙ ∙呼吸機能検査の精度管理（DLco）からサンプルバックの極少亀裂を発見でき
た事例

NHO 福山医療センター 高嶋 瞳

 P2-218-9∙ ∙当院におけるトレッドミル検査効率化の取り組み
NHO 埼玉病院 林 空音
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217

SSY-1
医療DXの取組と標準化について
田中∙彰子（たなか∙あきこ）

厚生労働省医政局特定医薬品開発支援・医療情報担当参事官室

政府における健康・医療・介護分野のデジタル化推進の取組みとして、従前より厚生労働
省ではデータヘルス改革を進めてきた。そのような中で、新型コロナウイルス感染症の流
行を経験し、政府を挙げて様々な対策を行ってきたが、保健医療分野のデジタル改革の遅
れが、新型ウイルス感染症対応を迅速に進める上で、制約要因となったとされた。そのよ
うな背景から、令和4年6月7日に閣議決定された｢経済財政運営と改革の基本方針2022｣
において、「全国医療情報プラットフォームの創設」、「電子カルテ情報の標準化等」及び「診
療報酬改定DX」の取組を行政と関係業界が一丸となって進めるとの方針が示された。医療
分野でのDXを通じたサービスの効率化・質の向上を実現することにより、国民の保健医療
の向上を図るとともに、最適な医療を実現するための基盤整備を推進するため、令和4年
10月12日に総理を本部長とする医療DX推進本部が発足し、政府においても医療DXの実
現に向けた検討が開始された。その後、令和5年6月2日の第2回医療DX推進本部会議に
おいて、医療DXに関する工程表が策定された。本演題では、医療DXに関する厚生労働省
の最近の取組みについて紹介する。

特別企画シンポジウム　プログラムの趣旨
医療改革の重要な柱の一つにICTを活用した医療機関間の医療情報連携があります。世界の
先進国では運用されつつありますが日本では立ち遅れており、このことが、コロナ禍の対
応方法の国際比較で露呈したところです。この遅れをとりもどすべく厚労省から具体的計
画が提示され、それを実行するための準備が進められています。この事業を医療DXと称さ
れ、来年度からいよいよ本格運用が開始されるところです。NHOの病院は、厚労省が主導
する医療DXに率先して参加し、これを牽引すべき立場にあります。そのためには、NHO
の各病院の職員が、医療DXの目指している方向性、具体的内容を理解する必要があります。
本シンポジウムでは、医療DX事業を主導されておられる厚労省医政局の田中参事官と島添
診療報酬改定DX推進室長にお越しいただき、厚労省が主導する医療DXの内容をご説明い
ただけることとなりました。また、これを受けて、NHO本部の堀口情報システム統括部長
にNHOが医療DXにどのように対応していくのかをお話していただきます。

IL2
人生100年時代の健康・医療　― Well-beingの実現と健康であることの
意義 ―
江崎∙禎英（えさき∙よしひで）1,2

1社会政策課題研究所 所長、2東京医科歯科大学 客員教授

人生100年時代と言われる今日、最期まで如何に幸せに「生ききる」かというWell-being
の推進が重要なテーマであり、誰もが夫々の年齢や体力に応じて社会の一員としての役割
を果たすことが出来る「生涯現役社会」を構築することが求められる。このためには、生涯
に亘って健康な状態を維持することが重要となる。過去の主たる疾患は感染症であり、原
因となる細菌やウイルスが身体の外から侵入することで引き起こされた。しかし現在では、
主に身体内の複数の要因が関係する老化や生活習慣に起因する疾患が中心となっている。
こうした多因子関連型の疾患では、潜在疾患の早期発見による予防や進行抑制が重要であ
り、食事や運動管理、メンタルケアも含めた総合的な対応が求められる。人生100年時代
における健康・医療サービスは、「病気にならないよう健康管理に努め」、「仮に病気になっ
ても重症化させず」、「治療や介護が必要になっても社会から切り離さない」ことが基本とな
る。特に、「美味しい、楽しい、ワクワク」を通じた「生きる力の再生」が、無理なく免疫力
の向上を実現するカギとなる。医学的観点から見ると、（1）マルチファクターの相互作用を
前提とした新たなレギュラトリサイエンスの構築、（2）患者自身の体調のコントロールなど
治療効果の出やすい環境の整備、（3）何を実現するための治療なのかといった新たなエンド
ポイントの設定など、疾患の性質変化に伴う対応が必要と考えられる。これら一連の取り
組みを通じて、超高齢化社会のあるべき健康・医療システムを再構築することが、時代の
転換期にある日本社会の課題である。

IL1
分身ロボットOriHimeによる新たな働き方、社会とのつながり方について
吉藤∙オリィ（よしふじ∙おりぃ）

株式会社オリィ研究所

本講演の抄録の掲載はございません。
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SY1-1
近畿グループにおける現状と今後の展望~NHO事務職員の確保に向けて~
日吉∙晴香（ひよし∙はるか）

NHO 近畿グループ人事担当

コロナ禍以降、経済活動の再開による採用活動の活発化や労働人口の減少に伴い、学生優
位の「売り手市場」の状況が続いている。優秀な学生確保の難度が上がる中で、近年の政府
の就活ルール見直しに伴い、インターンシップや早期選考に重点を置く企業が増加傾向に
ある。広報活動開始にあたる3月1日の時点で4割弱が内々定を持っているだけでなく、就
職活動を既に終えている学生も年々増加していることに加え、早期から就職活動を開始し
た学生はエントリー社数を厳選するという傾向もあり、優秀な学生の採用難易度は過去に
類を見ないほど高くなっているといえる。一方、近畿グループにおいても人材確保は喫緊
の課題となっており、市場動向に合わせて新卒・中途を問わない採用力の強化を目指して
いる。具体的には、インターンシップ（就業体験）の実施による認知度向上および母集団の
形成、内定辞退防止に向けたフォローアップ、即戦力となる社会人経験者の採用（一般職員・
係長職）などを行っている。特に、就業体験は学生との関係構築のために有用なイベントの
1つであり、近畿グループでも就業体験の参加者（2026卒実績）の40%がエントリーに繋
がっているなど、学生の母集団形成に大きく影響を与えている。さらに、新卒採用と並行
して中途採用を実施し、イレギュラーな欠員に対しても早急に措置を講じられる体制準備
を進めている。近畿グループ管内病院の欠員状況については、依然として厳しい状況が続
いているが、今後も必要な人材を確実かつ迅速に確保するため、採用市場の変化に順応し
た取り組みを実施していきたいと考える。

シンポジウム 1　プログラムの趣旨
時代の進歩とともに技術革新がめまぐるしい現代にあっても医療の世界は「人」が中心であ
ることに変わりはなく、医療従事者という「人」と患者という「人」から成り立っている。し
かしながら、少子化が言われて久しい我が国で労働人口の減少による労働者の確保に苦慮
しているのが現実問題としてある。国立病院機構の事務職員も例外ではない。人材確保が
厳しい時代にあるからこそ、国立病院機構に魅力を感じる人材を確保することを考え、時
代に合わせた戦術に打って出ていく必要があると感じている。事務職採用業務は主として
グループが担っているが、今回は国立病院機構全体で考えてみたい。本シンポジウムでは、
各支部から推薦された採用後原則3年以内の一般職員（就活生から国病職員になってまだ日
の浅い事務職員）から就活時を振り返っていろいろな視点に立って発表して頂き、その後、
会場の参加者と質疑応答・意見交換を行うこととする。

SSY-3
医療DXの本格運用に向けた本部の対応について
堀口∙裕正（ほりぐち∙ひろまさ）

NHO 本部情報システム統括部長

医療改革の重要な柱の一つにICTを活用した医療機関間の医療情報連携があります。国とし
てこの事業を医療DXと称して構築_整理し、来年度からいよいよ本格運用が開始されると
ころです。NHOの病院は、厚労省が主導する医療DXに率先して参加し、これを牽引すべ
き立場にあると考えております。そのためのNHOとしての取り組みの方向性と現状につい
てお話ししたいと思います。

SSY-2
診療報酬改定DXの取組
島添∙悟亨（しまぞえ∙のりゆき）

厚生労働省大臣官房

各医療機関等においては、診療報酬改定の度に短期間に集中してシステム改修等の作業を
行っている。これが各医療機関等の労務過多な状態とシステム改修コストに影響を与えて
いる。　こうした背景の中、医療DX工程表に基づき、医療機関等の間接コストの極小化を
めざし、最新のデジタル技術を活用して、共通算定モジュールの開発・提供、共通算定マスタ・
コードの開発、標準様式のアプリ化、診療報酬改定施行時期の後ろ倒し等をテーマとする

「診療報酬改定DX」を進めている。共通算定モジュールについては、モデル事業を経て令和
8年度を目途に本格提供を予定しており、令和10年度を目途に共通算定モジュールや電子
カルテと連携する標準型レセプトコンピュータの提供を予定している。また、共通算定モ
ジュールは、公費等の受給資格に係るオンライン資格確認とも連携して取組を進めている。
これにより全国どこの医療機関等においても地単公費の現物給付化や紙の上限管理票を廃
止することを視野に入れて検討を進めている。加えて、医療機関等では、5 ～ 7年に1度の
システム更改の度に非常に大きな費用負担が発生している。また、昨今は、サイバー攻撃
の増加や巧妙化により、医療機関等が保有する情報の機密性や完全性等を保全することが
大きな負担になっている。こうしたコスト構造やシステム構造については、構造変革を促
していく必要がある。そこで、診療報酬改定DXの取組として、レセコンを中心にシステム
のクラウド化も推進し、一層のコストの縮減とセキュリティ強化を図ることが、今後の重
要なテーマとなるではないかと考えている。
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SY1-5
きっかけをつくる情報発信～就活生の心を掴もう～
坂本∙輝（さかもと∙ひかる）1、阿部∙達也（あべ∙たつや）2、藤田∙萌（ふじた∙もえ）3

1NHO 弘前総合医療センター契約係、2NHO 弘前総合医療センター給与係、 
3NHO 弘前総合医療センター経理係

わが国では、少子化に伴い労働人口の減少が見込まれ、人材確保の競争が激化することが
予想される。当機構でも、近年事務職員の受験希望者数が減少しており、現代の就活生の
目線に立った採用活動が求められる。　就活生は就職先を選ぶのに何を見て、何を気にか
け就職先を選ぶのか、現代社会において情報収集の主流となっているSNSを活用した採用
活動を行うことで、当機構の存在や魅力を知ってもらうきっかけに繋げたいと考える。魅
力ある人材を確保するためにも、就活生との接点をつなげやすく、当機構の情報を手軽に
発信ができるSNSの活用は必要不可欠である。今後の採用活動で就活生の心を掴むため、
直近でSNSを活用した就職活動を行い入職した若手事務職員の立場から、現代の就活生の
目線に沿った意見を述べたい。

SY1-4
想像していた事務職員像と現実～就活生のギャップを埋めろ～
鈴木∙哲士（すずき∙てつし）1、早乙女∙桃香（さおとめ∙ももか）2、永野∙愛梨（ながの∙あいり）3

1NHO 東埼玉病院事務部、2NHO 村山医療センター事務部、3NHO 西新潟中央病院事務部

【背景】現在労働人口の減少が問題となっている。国立病院機構も例外ではなく、人材確保
に苦戦している中で、就活生に向けた効果的なアプローチを考える必要がある。【目的】本
発表の目的は、国立病院機構の人材を確保し、働き続けてもらうために、機構の魅力や適
切なイメージを発信し、就活生とのイメージの乖離を埋める方法を考えるものである。【方
法】多くの意見を参考とすることからアンケート調査（無記名方法）を実施した。対象は関東
信越グループに在籍する採用から3年未満の若手職員である。NHOを知ったきっかけや就
職活動中の情報収集媒体、入職の決め手、入職前に抱いていたイメージより良い点、悪い
点を調査項目とした。【考察】人材確保のためには、就活生に寄り添い、複数の手段を使用
した情報発信が必要だ。入職して数年の様子を想像しやすくするために若手職員から積極
的に発信することも効果的であると考える。また、職員が今後も働き続けるため、就活生
とのギャップを埋めるために時代に沿った働き方等の制度変更を行うことで国立病院機構
の魅力はさらに向上する。

SY1-3
自分たちはどのようにしてNHOを知り、何が決め手でエントリーしたか。
～ここは医療事務ではない！～
岸∙遥華（きし∙はるか）1、馬島∙瑠彩（まじま∙るい）2

1NHO 豊橋医療センター事務部企画課、2NHO 豊橋医療センター事務部管理課

“病院で働く事務職”と聞いた時に多くの就活生は病院受付やスタッフステーションにいる
職員などの医療事務を思い浮かべるだろう。しかしながら、NHOで働く事務職員は【医療
事務】ではない。まずは単なる医療事務ではないことを払拭させるにあたり、今後どのよう
にNHOという存在を広め、NHOの事務職とはどのような仕事なのか、正確な情報を多く
の人にPRしていくことが重要であると考える。なお、東海北陸グループ管内での令和6年
度事務職新規採用者の志望動機の多くは「医療系に興味があったから」や、在学中の大学等
からの薦めや紹介により志望するケースが多い。逆に言えば、元から医療系の仕事に興味
がなかった人や、大学等からの紹介がなく、NHOを知る機会がなかった人からの志望は少
ないということになる。その点をどのように良化へ導けるかを考える。さらに、別の角度
から整理すると、新卒採用から3年が経とうとしている同期の声として、「想像していた業
務と違った」ということを耳にすることがある。これは採用時に正確な業務内容が伝わって
いないため、イメージしていた以上に大きな悪いギャップが生まれてしまったのではない
だろうかと推察する。それも一因となり、採用後間もなく退職するなど、離脱者に繋がっ
ているのだと考える。そこで、私達自身が何をきっかけにNHOの存在を知り、選考に進
もうと思ったのか、何が決め手となって入職を決めたのかについて掘り下げていくことで、
未来の就活生が広くNEONHOを知り、エントリーしようと考えてもらうチャンスを増や
すことができないか、勤続3年未満だからこその視点で、就活生に響くアプローチの企ての
一助を具体的に説明する。

SY1-2
就活生に対する実践的アプローチ　～ NHO事務系総合職におけるやりが
いの実現・見える化～
坂本∙雄哉（さかもと∙ゆうや）1、篠∙伊織（しの∙いおり）2

1NHO 宇多野病院事務部、2NHO 南和歌山医療センター事務部

人手不足が蔓延する現代社会において、各企業、団体は先の傾向を見据え、就活生に更な
るアプローチをかけていかなければならない。本発表では、そのアプローチ方法として、「や
りがいの実現と見える化」を取り上げる。2025年・2026年卒業の学生の就活観は「働きや
すい環境」「自己との適正」が重視されている。“安心して働くことができ、自分にとってや
りがいの持てる仕事であるか”が就職先選びの判断軸の一つと考えられるが、NHOはそこ
にフォーカスを当てられているだろうか。新米職員として働く中でやりがいを感じること
は多々存在するが、その事実とは相反して世間での事務職のイメージは『お堅い職業』『単
純作業の繰り返し』のみでとどまり、やりがいや仕事内容が見えにくいといった現状である。
そのためNHOは就活生へ向けて事務総合職におけるやりがいをより多く、かつ明快に伝
えていかなければならないことを課題として持っていると考えられる。このことを踏まえ、
本発表では「やりがいの実現と見える化」を目指す上での手段として、1教育制度の充実2
就職説明会やホームページを用いてのさらなるやりがいの周知、の2つの提案を行う。まず
1では仕事にやりがいを感じる前提となる、入職後の仕事の不安を払拭するための教育制度
をさらに充実させることの説明を行う。続く2では1を前提とした上で、実際の仕事の中で
どんな場面のどのようなことにやりがいを感じるのかをより細かく就活生に知ってもらう
ための有効的な手段の説明を行う。これらの手段を用い、人材確保への道筋を立てていく
こととする。
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シンポジウム 2　プログラムの趣旨
・国立病院機構での臨床研究の現状と成果について
・医療用人工知能活用。医療に関わるAIの歴史概略、医療分野における教師データ作成に
関する課題（データ標準化など）とそれに対する取り組みについて
・国立病院機構の電子カルテ由来大規模データベース（NCDA、MIA）の臨床研究利用につ
いてのポイント、具体例の紹介について

SY1-8
25卒採用市場動向報告～変化する活動とこれからの採用に必要な考え方～
下堀∙晃徳（しもぼり∙あきのり）

株式会社マイナビメディカル事業本部営業統括本部メディカル西日本営業統括部関西営業1部大阪営業
2課

新型コロナウイルス感染症の影響下後の求人市場の変遷が注目されています。過去数年間、
企業側の有効求人倍率は一時的に低下しましたが、2021年以降は回復傾向にあります。特
に近年はマイナビ新卒採用サイトへの掲載企業数が増加し、求人市場全体の競争が激化し
ています。インターンシップについても学生の参加率が高く、特定の企業との相性や職務
適性の確認を目的として重視されています。学生が自身に合った企業を見つけるためには、
実際の職務体験が不可欠であり、企業側もそのようなプログラムを提供することが求めら
れています。特にインターンシップ参加後に学生がその企業に入社したいという傾向が強
いことから、企業側もインターンシップを有効な採用戦略として位置付ける動きが見られ
ます。2025年卒業予定の学生における3月時点の内定率は前年比で17.4ポイント増の
47.4％に達し、例年以上に早期に内定が取得されています。今後の採用市場では、さらな
る「厳選化」「早期化」が進むと予測され、企業は自社のブランド戦略や採用プロセスの最適
化に向けて、より精緻な戦略を展開する必要があります。また、育成や定着にも焦点を当
てた総合的な人事戦略の重要性が指摘されており、DX推進やリスキリングなどの取り組み
が求められています。今後の新卒採用市場は複雑化し、企業と学生双方にとって戦略的な
アプローチがますます必要とされています。

SY1-7
どのようにして国立病院機構と出会い、就職に至ったのか―2つの事例を
通じて
成澤∙佳永（なりさわ∙かな）1、安永∙雅菜（やすなが∙みやな）2

1NHO 呉医療センター事務部、2NHO 愛媛医療センター事務部

昨今、日本の就職活動、特に新卒採用においては就職活動の早期化、学歴フィルターなど
多くの問題点が指摘されているが、依然として就活市場に大きな変化は見られず、画一的
な採用活動が続いている。その影響と言えるだろうか、就活対策は確立されており、就活
の初期段階では「仕事」について広く知ることを推奨される。
仕事について調べていく中で、民間・公務員の区分だけでないことに気が付く。単に企業
と言っても個人消費者向けのBtoC企業や法人向けのBtoB企業、大手・中小・ベンチャー
など様々な種類があること、公務員は役所仕事だけでなく当機構のような独立行政法人を
はじめとしたみなし公務員などもあることを知り、20年余りを一消費者として生きてきた
就活生は見えざる仕事が数多くあったことを認識するのである。
このように潜在的な仕事を認識することは就活生に新たな選択肢をもたらす。『就職プロセ
ス調査（2023年卒）「2023年3月度（卒業時点）内定状況」』（就職みらい研究所）によると、
6割を超える学生が就職活動開始前には知らなかった企業に就職している。機構職員の中に
も就職活動以前は機構を知らなかったという方は多くいらっしゃるのではないだろうか。
今回、中国四国グループからは「なぜ国立病院機構中国四国グループの事務職員に就職した
のか」と思わず聞きたくなるような2人の就活経験を紹介する。王道のストーリーではない
が、我々の機構との出会い、就職活動中の思考や選択、入職に至った経緯が多様な就活生
の一例として今後の採用活動充実の一助になればと考えている。

SY1-6
何事にも貪欲なZ世代就活生の落とし方
柿原∙爽（かきはら∙しょう）1、田口∙諒（たぐち∙りょう）2

1NHO 佐賀病院事務部企画課、2NHO 東佐賀病院事務部企画課

私たちは人材確保戦略として「SNSを用いた広報活動」を提案する。Z世代の多くが頻繁
に利用しているインスタグラムやエックスを用いて就活生に国立病院機構で働く魅力をア
ピールしたいと考えている。Z世代の特徴として安定志向、キャリアアップに意欲的、プラ
イベート重視、SNSの利用頻度が高い、承認欲求が強いということが挙げられる。そのた
めZ世代の就活生には「仕事もプライベートも充実させて社会的に認められたい」という貪
欲さがあると私たちは考えた。以上のことからZ世代就活生を獲得するためにはこれらの
特性に着目したアプローチが必要である。現在、就活生に人気のある大手企業ではインス
タグラムを開設して採用活動に活用しており、就活生も企業のSNSから情報を得ているこ
とが多い。国立病院機構の事務職は元公務員で安定したイメージが強いため志願者は公務
員志望が多く、民間志望でキャリアアップに貪欲な就活生の選択肢には入れていない。ま
た九州グループの現状は新採用者の3年後の定着率が83.6％であり役職者の不足も目立っ
ている。そこで国立病院機構の魅力である安定した給与、福利厚生の充実、社会的な役割、
キャリアアップが速いこと、プライベートの充実をSNSでアピールすることで既存の志願
者に加えて民間志望の就活生の関心も引くことができる。そしてキャリアアップ志向の強
い志願者を獲得できれば現状の解決にも繋げられるのではないかと考えている。
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シンポジウム 3　プログラムの趣旨
社会の人口構成は高齢化が年々進む状況である。救急患者の年齢層も相当に高くなり、85
歳を超える超高齢患者の割合が年々増加してきている。患者が高齢になるほど、疾患の種
類は通常の救急とは異なり、患者の身体的・社会的背景も異なる。救急受診のきっかけも
通常の救急患者とは異なることが多い、そのため、通常の救急患者と異なり、疾患を治療
して帰宅して頂くという単純な図式から逸脱する例が、多く発生しているのが現状である。
超高齢救急患者に対して適切な医療を実践するには、診療はもちろんであるが、看護、リ
ハビリテーション、MSWなどのパラメディカルが大きな役割を担っている。その現状を、
色々な職種から多面的にとらえ、その現状・課題を共有し今後の診療・活動の一助としたい。

SY2-3
NHO電子カルテデータベースの利活用について
井上∙紀彦（いのうえ∙のりひこ）1,2,3

1NHO 本部総合研究センター診療情報分析部、 
2東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科医療政策情報学分野、3昭和大学臨床疫学センター

国立病院機構（NHO）本部は、所属140病院の日々の診療情報を収集・蓄積した大規模な診
療情報データベースを構築している。この診療情報データベースは、診療報酬請求データ（レ
セプト・DPC）を集積したMIA（Medical Information Analysis Databank; 診療情報デー
タバンク）と、電子カルテ情報をリアルタイムに収集しているNCDA（NHO Clinical Data 
Archives; 国立病院機構診療情報基盤）で構成される。
MIAのレセプト・DPCデータからは年齢、性別、身長、体重などの患者特性、診断名とそ
のコード（ICD-10及び日本の健康保険に基づく傷病）、診療行為、処方、入院情報、退院時
転帰、医療コストなどが取得可能である。NCDAの電子カルテ情報は、各種検査（生化学・
血算・培養など）やバイタルサインなど、より詳細な診療経過が取得可能である。
NHO本部総合研究センター診療情報分析部ではこれらデータベースを活用して、臨床アウ
トカムや医療コスト、病院レベルでの診療の質を評価する臨床評価指標など、様々な観点
からの疫学研究を実施してきた。対象は急性から慢性の疾患まで多岐に渡る。今回の発表
では当部署が手掛けてきた事例を紹介する。

SY2-2
医療における人工知能
津本∙周作（つもと∙しゅうさく）1、田代∙憲吾（たしろ∙けんご）2、小西∙史一（こにし∙ふみかず）3、松尾∙豊（まつお∙ゆたか）2

1島根大学医学部医学科医療情報学、2東京大学工学部、 
3さくらインターネットさくらインターネット研究所

診療情報の電子化は、1980年にオーダエントリとして始まり、検査、処方等のデータが電
子的に保存、その後、診療録が電子化、今や大規模な病院のほとんどで、10年以上の診療
情報が電子的に保存されている。これに伴い、データの二次利用としてデータマイニング
が実際に活用されるようになったが、画像・自然言語についての解析が行われるには、深
層学習が登場するのを待たなければならなかった。画像については、2015年以降、テキス
トについては、2019年以降に有望な手法が確立され、これらによる診療支援が始まろうと
している。保存されている診療記録のほとんどが医療スタッフが記述したテキストデータ
であり、診療の現場で、テキストを処理し、医療機関の連携、診断書を含めた様々な情報
交換が成されていることから、テキストを分析あるいは生成できることがAIによる診療支
援として、最も期待できることであろう。医療における大規模言語モデルの開発が果たし
うる2つの役割がありうる。一つ目は、直接的な貢献: 診療記録から退院時要約・診療情報
提供書、主治医意見書、保険会社向け診断書、レセプトにおける症状詳記の作成支援等が
あげられる。二つ目は、大規模言語モデルの学習過程により、診療に関する言語モデルが
学習されうることであり、診療のプロセスを言語の知識として提示できるようになること
で、より高度な診療支援を目指しうる可能性を秘めたものである。本発表ではこれらAIに
よる診療支援のアプローチを概観し、LLM開発の現状について示す。

SY2-1
NHO臨床研究の全体像
齋藤∙俊樹（さいとう∙としき）

NHO 本部総合研究センター臨床研究支援部

国立病院機構（NHO）の臨床研究の現状と成果について概略を説明する。まず、NHOのミッ
ションとして、質の高い臨床研究を推進することを掲げている。NHOの特殊性は、多くの
医療分野をカバーするネットワークグループを有し、研究実施に必要なインフラが整って
いる点にある。また、NHOは臨床研究が法人の業務の一環であり、自己財源での臨床研究
実施が可能である。NHOの研究インフラは、本部総研を中心に、各病院に設置された臨床
研究センター・臨床研究部や、全国のNHO病院が連携して臨床研究を推進するネットワー
クグループが研究の基盤を支えている。NHOの実績は、毎年度の新規採択臨床研究課題数
や英文論文数で測定され、これらの実績は厚生労働省からの評価対象となっている。臨床
研究支援体制として、NHO本部および名古屋医療センター AROが研究開発方針、プロト
コルコンセプト作成支援、研究費申請に関する助言などを提供している。若手研究者の育
成もNHOの重要なミッションの一部であり、PI育成枠を通じて次世代のリーダーを育てて
いる。また、英文論文投稿時の名称統一を図り、「NHO」という名称の認知度向上に努める
など、ブランディングにも力を入れている。さらに、NHOの電子カルテデータベースは臨
床研究を完遂するための重要な資源であり、診療情報を効率的に活用し、研究データの質
を高める取り組みが進められている。NHOの職員が中心となり実施した臨床研究・治験を
通じて、診療ガイドライン形成や薬事承認に貢献している。これらを通じて、NHOは高い
レベルの臨床研究を実施し、医療の向上に寄与している。
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SY3-4
超高齢救急患者の退院支援の現状と課題-救急外来担当MSWが過去3年
分のケースを振り返り感じたこと-
竹森∙佳代子（たけもり∙かよこ）

NHO 岩国医療センター総合入退院センター部

当院は山口県東部に位置し地域における中核病院である。三次救急センターとして広島県
西部地域も含めた広域から年間5,300件の救急搬送を受け入れており、そのうち65歳以上
の高齢者は3682件であった。支援内容を分析するため2021年から2023年のMSW介入
事例を全数調査した結果、65歳以上の割合は81％から86％へ増加した。介入内容は、「入
院適応はないが、在宅療養が困難な症例への介入」が最多で、「独居・身寄りなし等、ソー
シャルハイリスクを抱える症例への介入」が3年連続増加した。また、入院患者においては、

「独居・身寄りなし等、ソーシャルハイリスクを抱える症例への介入」が、2022年度24件
から2023年度は59件に急増し、65歳以上が8割を占めた。各ケースでは、身寄りがおら
ず、いわゆる身元保証人不在の状況が発生しており、入退院手続きが病状や認知機能低下
により自身でも行えず転院先が限定される、後見人手続きが進むまで転院できない等の不
具合が生じていた。身元保証人不在ケースでは、毎回MSWが試行錯誤しながら対応して
いる状況であり、今後も院内多職種との連携を更に強化していきたいと考えているが、転
院先や施設入所先が制限されたり後見人手続きに時間がかかり入院期間が長期化すること
は、地域とともに取り組むべき課題だと感じている。今後も身寄りがない高齢者の増加が
予測されるが、本人がどのような状態にあっても、個人の意志を尊重し、住み慣れた地域
で安心して医療・福祉を受けることができるよう、救急病院として円滑に次のステップに
繋いで行くために、地域の関係機関と連携を強化し課題解決に努めたい。

SY3-3
救命救急における超高齢者患者への当院薬剤師の関わり
稲田∙顕慶（いなだ∙あきよし）

NHO 京都医療センター薬剤部

我が国は、令和5年での65歳以上を占める割合（高齢化率）が29.1％となり今後も増加が
予想される。当院の救命救急センターの入院患者も高齢化が進行し、90歳以上の超高齢者
の割合も増加傾向にある。高齢化の進展に伴い、加齢による生理的な変化や複数の併存疾
患を治療するための医薬品の多剤服用等によって、安全性の問題が生じやすい。また、認
知機能の低下によるアドヒアランス不良などの服薬上の問題もある。当院の救命救急セン
ター（ICU8床、HCU22床）では当初1名の薬剤師が配置されていたが、業務の質の向上を
目指し、現在は3名体制へ増員となり、入院早期からの薬学的介入が可能となった。薬剤師
の主な役割は、お薬手帳を参考に持参薬の鑑別・入院後の開始薬剤の投与量や副作用の発
現有無の確認などが挙げられる。さらに、処方提案の一環としてプレアボイド報告を積極
的に行い、2023年度は年間で305件に至っている。一方で、救命救急センターの平均在
室日数は約3日程度であり、患者は状態の改善に伴い一般病棟へ転棟となるため、救命救急
の担当薬剤師が退院に至るまでの全ての薬学的介入は困難であり、転棟先の担当薬剤師へ
引き継がれる。そこで入院時の服薬上の問題点を抽出した上で、一般病棟薬剤師との情報
共有は必要不可欠である。超高齢患者は特に問題点が多く、ポリファーマシーの改善やハ
イリスク薬の再開確認など薬剤師の介入が円滑に求められる。今回、超高齢患者を対象に
救命救急センターの薬剤師の取り組み事例を紹介するとともに、多職種との総合討論にお
いて発見された新たな問題点や要望を踏まえて今後の新たな病棟薬剤業務に生かしていき
たい。

SY3-2
当院ICU・救命救急センターにおける超高齢者へのリハビリテーションの
現状と早期離床への取り組みについて
海老原∙将太（えびはら∙しょうた）1、吉田∙真一郎（よしだ∙しんいちろう）2、
石山∙亞耶（いしやま∙あや）3、磯部∙雄一（いそべ∙ゆういち）3、藤田∙克徳（ふじた∙かつのり）3、秋山∙優太（あきやま∙ゆうた）4、
野田∙英一郎（のだ∙えいいちろう）5

1NHO 九州医療センターリハビリテーション部、2NHO 九州医療センター集中治療科、 
3NHO 九州医療センター看護部、4NHO 九州医療センター栄養管理室、 
5NHO 九州医療センター救急科

2023年度の当院ICU・救命救急センターの全入室患者のうち85歳以上の高齢者は319人
で全体の22.1％を占め、そのうちリハビリテーション介入を行った人数は172名であった。
リハビリテーション介入患者の退院転帰は自宅（施設）退院76名、転院が85名、死亡が11
名であった。また自宅（施設）退院時の移動動作能力は介助なしでの歩行が31名、歩行補
助具使用や介助歩行が31名、車いすが14名であった。当院ではICUや救命救急病棟など、
超急性期での早期離床促進のため2018年より早期離床リハビリテーションチームを組織し
運用している。チームメンバーは医師、看護師、管理栄養士、理学療法士からなり、それ
ぞれの職種特性を活かし患者各々を評価して離床プログラムを作成し、早期離床のための
介入に繋げている。超高齢患者の場合、入院直後は併存疾患や重複障害により循環動態等
が不安定で初回離床開始までに時間を要することも多いが、日々多職種で情報共有を行う
ことで適切な離床開始時期や介入内容を選択することができている。チーム発足以降少し
ずつ運用体制が確立されてきている一方で、早期離床介入の有無によるADL改善度や予後
の違いといった定量的な評価データの集約はまだ不十分であるため、今後はそうした取り
組みが課題である。今回は当院での早期離床リハビリテーションチームの活動を紹介する
とともに、超高齢救急患者へのリハビリテーション介入の現状等を報告する。

SY3-1
救急領域における高齢患者の意思決定支援～ 1症例を振り返って～
吉永∙光（よしなが∙ひかり）、吉田∙美希（よしだ∙みき）

NHO 嬉野医療センター救急救命センター

厚生労働省は、アドバンス・ケア・プランニング（以下 ACP）の普及と啓発を進め、健康な
時から将来の変化に備えて、大切な人と話し合う機会を持つことを推奨している。一方で、
救急領域の現場では、生命の危機状態を救うことを優先した治療行い、患者と家族の意思
を十分に確認できないケースがある。今回、最期の迎え方を妻へ意思表示していたCOPD
患者の緊急搬送症例を通し、患者の意思決定を支える看護師の介入について振り返る。患
者は80代男性（以下 A氏）で、CO2ナルコーシスのため緊急搬送された。A氏は「何かあっ
ても延命はせずに、自宅で最期を迎えたい」というACPを妻に伝えていた。しかし緊急搬
送された際に、その思いを知ることなく救命治療が優先された。その後、意識が回復した
A氏より、自らの意思に反した治療に怒りを示され、自宅退院を強く希望された。倫理コ
ンサルテーションチームを起動しA氏夫婦のACPについて協議し、状態は改善しないまま
自宅退院となった。救急領域に携わる看護師には、限られた時間の中での意思決定支援が
求められる。今回の症例は、救急搬送時もしくは入院時にACPに関する情報収集ができて
いなかったことが、代理意思決定支援と多職種による検討の遅延につながった。これは、
ACPに関する情報収集の仕組みとスキルが備わっていないことが要因と考える。そのため、
救命救急でも家族よりACPの情報を聴きとるスキルを身に付けるトレーニングと、その
体制づくりが課題と考えている。患者と家族の思いに寄り添い治療選択の一助となるよう
ACPについて意図的に情報収集し、多角的な視点で検討できるカンファレンスの体系化に
努めたい。
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SY4-1
NCDAの現状と今後の展望
清水∙友章（しみず∙ともあき）

NHO 本部情報システム統括部データベース企画課

近年、少子高齢化に伴い人口減少が進むなか、健康増進や切れ目のない質の高い医療の提
供に向けて、医療分野のデジタル化や医療情報の利活用を積極的に推進していくことは非
常に重要である。政府は医療DX推進を取り組んでおり、骨格として1.全国医療情報プラッ
トフォーム2.電子カルテ情報の標準化、標準型電子カルテの検討3.診療報酬改定DXが挙
げられるが電子カルテについては、ベンダーごとに異なる情報の出入力方式が採用されて
おり、異なるベンダーの電子カルテを導入している医療機関の間では、情報の共有が困難
となっている。
現在、この課題解決に国立病院機構はデータの標準化において国立病院機構診療情報集積
基盤（NCDA）のデータベースを運用しており、SS-MIX2規格を用いてデータの標準化に最
大限取り組んだ2次利用可能なデータベースとして運用を行っている。
2024年3月末時点で参加病院は77施設となっており保有患者データ数は約410万人まで
拡大し、臨床疫学研究等に資する診療情報データの提供及び利活用に努めており2023年度
の診療情報データ利活用申請数は12件であった。新型コロナウイルス蔓延の際、NCDAの
データを元に厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボードにて報告
を行い、入院から宿泊・自宅療養への移行や後方支援病院への転院について国が目安を設け、
全国で病床がひっ迫していた状況を改善することに繋がった。
国立病院機構は電子カルテを導入または更新する際にNCDAに参加することを必須として
いる。これまで以上に臨床検査コードに関わる機会が増えていくため若い世代への認知と
臨床検査コードの維持・管理が求められる。

シンポジウム 4　プログラムの趣旨
臨床検査部門におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）の現在の状況と将来の展望
に焦点を当ててまいります。一般的にDXとは、企業がデジタル技術を利用して業務や組織
を変革し、優位性・競争力を確立することを指します。このような大きな概念に遠く感じ
る方もいらっしゃるかもしれませんが、私たちは近い未来に進むべき課題に焦点を当て、1
歩踏み出すための情報を共有し、それぞれの立場から意見交換を行いたいと考えています。
シンポジウムでは、医療DXの大きな役割を果たす診療情報集積基盤（NCDA）事業につい
て考えます。NCDAは国立病院機構が運営する電子カルテシステムを一元化し、診療情報
を効率的に分析・可視化するデータベースです。その現状、課題、展望、そして臨床検査
技師の役割についてご講演いただきます。次に、全国の検査部門の統計データの管理と運
用についての今後をご講演いただきます。また、デジタル技術を活用した業務効率化と生
産性向上のケーススタディを2人のパネリストにご講演いただきます。病院間の共通課題に
対する解決策を提案・議論する場とし、他病院の取り組みを参考に、それぞれの病院を進
化させていくことに期待し、盛会なシンポジウムとなることを目指します。

SY3-6
超高齢者救急医療におけるメディエーターとの連携体制について
白水∙春香（しろうず∙はるか）1、荒木∙健志（あらき∙たけし）1、西園∙和起（にしぞの∙かずき）1、森∙貴昭（もり∙たかあき）1、
堀川∙修一（ほりかわ∙しゅういち）1、松尾∙徳久（まつお∙のりひさ）1、小渕∙幸稔（こぶち∙ゆきとし）1、淺野∙太郎（あさの∙たろう）1、
重野∙晃宏（しげの∙あきひろ）1、内田∙雄三（うちだ∙ゆうぞう）1、鳥巣∙藍（とりす∙あい）1、日比野∙愛子（ひびの∙あいこ）1、
中原∙知之（なかはら∙ともゆき）1、窪田∙佳史（くぼた∙よしふみ）1、権∙志成（ごん∙ちそん）1、日宇∙宏之（ひう∙ひろゆき）1、
増田∙幸子（ますだ∙ゆきこ）1、中道∙親昭（なかみち∙ちかあき）1、高崎∙美穂（たかざき∙みほ）2、田中∙圭（たなか∙けい）2

1NHO 長崎医療センター高度救命救急センター、2NHO 長崎医療センター地域連携室

当院は長崎県県央地区にある三次救急医療機関であるが、重症度にかかわらずwalk inなら
びに救急搬送の患者を受入れている。当院救急外来受診件数のうち85歳以上が占める割合
は、2014年度6.8％、2023年度11.3％と増加傾向にある。2023年度緊急入院4818例
中85歳以上は18.1％で、4.4%が高度救命救急センターへ入院した。2022年10月よりメ
ディエーターを配置、救急・集中治療領域における患者・家族の意思決定支援を行っている。

【目的】高度救命救急センター（以下救命センター）におけるメディエーター介入事案を抽出
し、超高齢者救急医療における患者・家族支援に関する特徴を明らかにする。

【方法】2023年11月から2024年6月までに救命センターへ入室838例（85歳以上147
例、17.5%）のうち、メディエーター介入症例144例を対象とした。介入内容に関してはA
患者・家族と医療者との対話の促進、B患者・家族の意思表明の支援、C感情的混乱の緩和、
D家族の接近のニードを充足する支援、E医療者間での情報共有、F社会的問題の調整援助、
G患者の今後を見通した支援の7カテゴリに分類し、介入回数を算出した。

【結果】対象144例中85歳以上は17例（11.8%）認め、これらに対し多い順に、A・B16回、
G8回、E7回、C・F1回、D0回（重複含む）のメディエーター介入実績を認めた。

【考察】超高齢救急医療においては、患者家族の病状理解および意思決定支援にニーズがあ
る。老老介護に伴う病状理解の困難性やACP（Advance Care Planning）確認等の意思決
定が問題となることがあり、救急医とメディエーターを核とする多職種連携アプローチが
求められる。

SY3-5
超高齢救急患者が入院中に行う栄養管理の重要性
河部∙彩香（かわべ∙あやか）1、父川∙拓朗（ちちかわ∙たくろう）1、浅見∙結子（あさみ∙ゆうこ）1、近西∙璃香（ちかにし∙りか）1、
黄瀬∙加偉（きのせ∙かい）1、川崎∙貞夫（かわさき∙さだお）2

1NHO 南和歌山医療センター栄養管理室、2NHO 南和歌山医療センター救命救急科

【はじめに】当院は、和歌山県の紀南地方にあり、近隣にも病院は9施設と少なく、その中
でも管理栄養士のいる施設は4施設しかない。和歌山県田辺市は全国平均よりも高い高齢化
率を持ち、高齢者人口の割合が高くなっている。救命救急において、高齢者の栄養管理に
おいて栄養投与ルートを迅速に選択することが極めて重要である。先行研究によれば、適
切な栄養投与ルートの選定により、感染症の発生率が低下し、患者の回復が早まることが
示されている。嚥下機能の低下は高齢者において一般的で、嚥下機能評価は早期栄養介入
の条件のひとつとなる。適切に嚥下機能評価を行うことで、誤嚥性肺炎のリスクを減少させ、
患者の安全を確保する。高齢者の救命救急では、早期栄養介入が全身状態の改善と廃用症
候群の進行を防ぐことができる。

【目的】高齢者の治療には、迅速かつ適切な栄養管理が不可欠である。なぜなら、栄養管理
が入院期間の短縮や転帰の改善に寄与する。特に、栄養投与ルートの選定、嚥下機能評価、
早期栄養介入が治療の質に大きく影響する。また、地方の救命救急センターが果たす役割は、
高齢者に対する治療だけでなく、その後の生活や家族の介護にも意識を向ける必要がある。
退院時の適切な食形態の選択や経腸栄養剤の選択が今後の生活にも影響を及ぼす。本シン
ポジウムでは、高齢者の救命救急における栄養管理の現状と課題について当院の現状を報
告する。

【まとめ】高齢者の救命救急における栄養管理は、患者の予後を大きく左右する。本シンポ
ジウムでは栄養投与ルートの選択、嚥下評価、早期栄養介入の重要性を再確認し、地方の
救命救急センターとしての役割を管理栄養士の視点から考察する。
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SY4-5
当院における遠隔病理診断ネットワークの構築と取り組み　～京都府から
全国へ～
山田∙寛（やまだ∙ひろし）

NHO 舞鶴医療センター臨床検査科

医療領域においてデジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation 以下:DX）
が国主導で討議推進される中、病理診断領域においてもDXが始まろうとしている。これに
関わる要因の一つとして病理医不足が言われており当院の様な遠隔地に病理医を派遣する
従来法では医師の働き方改革を考慮すると負担が大きい。当院は京都府舞鶴市に位置する
病床数399床の京都府北部地域、北近畿における中核的医療施設である。がん・成育医療
の専門医療施設、精神医療の基幹医療施設としての役割を果たしている。2015年4月には
地域がん診療拠点病院、2016年4月には京都府がん診療連携病院に指定された。当院は京
都府立医科大学附属病院病院病理部との医療機関連携により病理診断を行っている。2018
年までは病理医が当院に派遣されていたが現在、手術材料の切り出し等を含む全ての病理
標本作製を病理検査技師が行い標本を週1回郵送し診断結果はExcelデータにてメールで
送付、その結果を病理検査技師が入力を行っていた。2024年4月より遠隔病理診断にて病
理診断を行っている。システム導入にあたり1.現行の病理支援システムからの変更2.WSI

（Whole Slide Imaging）スキャナーの購入、設定3.既存のインターネット回線の増築4.病
理検体のバーコード管理システムの構築5.病理標本のスライドガラス印字機の購入、設定
6.病理診断結果の既読管理システムの構築を行ってきた。導入後、病理診断の結果報告が
非常に早くなった。また業務の効率化や自動化の促進に繋がったと考えられた。今回のシ
ンポジウムでは病理検査技師の立場から日進月歩で進んでいる遠隔病理診断ネットワーク
の構築や取り組み、今後の展望について提言する。

SY4-4
外部委託検査結果の自動取得
庄野∙三郎（しょうの∙さぶろう）

NHO 四国がんセンター臨床検査科

外部委託検査は依頼から結果の取り込みまで複数の運用方法があり煩雑で負担を生じる業
務である。しかも契約会社の数によってそれらの負担は増すばかりである。現在、殆どの
検査結果はUSBを使用してデータの依受託を行っているが、USBの紛失等による個人情報
漏洩のリスクや院内システムへの取り込み時のセキュリティ確保による操作の煩雑さが課
題となっている。USBは日々の検査結果を取り込むには十分な記憶容量であるが、求めら
れるセキュリティに対しては効率の悪い媒体となってきた。多くの検査室ではこれらの課
題に対しオンラインでのデータを取り込みたいと試行錯誤するも病院内のセキュリティ体
制の高さがハードルとなっている。しかしながらこの度、厚生労働省ガイドラインに準拠
以上の高度なセキュリティ通信技術を用いた共有フォルダを使用したネットワーク接続に
より検査結果の取り込みが可能なSolution/Kシステムが当センターで導入の見込みとなっ
た。導入に向けては、医療情報部に説明を試みたが理解不足や説明不足により了解を得ら
れなかったため、中国四国ブロックでSolution/Kシステム導入実績のある施設を提示し改
めてSRLから医療情報部に説明を依頼した。このシステム導入により、以下のような効果が
期待される1.USBの紛失による個人情報漏洩の防止2.至急FAX（白黒）での報告からカラー
での報告への改善3.取り込み作業の省力化と定期的な自動取り込み（報告時間の短縮）4.報
告予定日の表示や結果報告日の問い合わせへの迅速な対応等である。国立病院機構のメリッ
トを生かした情報の共有により、検査室から医療DXの一つとして外部委託検査結果の自動
取得が広がり加速することを期待する。

SY4-3
こうするDX　臨床検査統計から広がる世界
北沢∙敏男（きたざわ∙としお）

国立国際医療研究センター病院中央検査部門

近年におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）の進歩は目覚ましく，臨床検査分野
にも大きな変革の波が押し寄せている．本発表では臨床検査本体から少し離れて，臨床検
査の業務量を図るツールを自主開発した経験から見たDXの必要性・展望について述べる．
臨床検査統計と聞いてピンとくる方は少ないのではないだろうか．これは臨床検査データ
の統計処理を指すものではなく，国立病院時代から業務量の月報として脈々と作成されて
きた統計資料である．古くは電卓を使い印刷物が提出されていた．紙に印刷された情報の
活用範囲は自ずと狭いものとなり，積極活用するには適していないものだった．
現在はwebを使った集計システムが構築され，容易に他院との比較や自施設の過去との比
較などデータ活用が可能になっている．これはDXの恩恵なしには享受できないものである．
このシステム開発は技師長協議会として行ったもので，市販の製品は存在せず，エンジニ
アに作成依頼したものでもない．集計マニュアルを明確に確立し，統計担当者の交代によ
るデータのブレが最小限に抑えられた．
間もなく到来する人口減少の時代において，業務の効率化・省力化・標準化は喫緊の課題
であり，DXは強力なツールと成り得る．今回の発表では，業務量統計という狭い世界での
話となるが，勤務管理や物品請求管理といった日常の何気ない場面のIT化に留まることな
く，蓄積されたデータを活用し，来るべき時代に備えたい．既存のシステムに頼るだけで
はなく，自ら出来ることを見出し，チャレンジする姿勢が我々に求められている．そのよ
うな姿勢が『魅力ある臨床検査の世界』を創造していくものと信じている．

SY4-2
NCDAに関わる検査技師の役務
清水∙友章（しみず∙ともあき）

NHO 本部情報システム統括部データベース企画課

NCDAとは国立病院機構が病院で運用されている電子カルテシステムなどの診療情報を、
一元的に収集・蓄積するものである。これにより国立病院機構は、診療情報を効率的に分
析し、提供する医療の質の向上や病院の経営改善率に役立てることが可能となった。臨床
検査のデータ利活用は、医療情報の標準化が必要であり、各医療機関では臨床検査項目分
類コード（JLAC）と施設内のコードを連結する採番（マッピング）が求められている。
JLACにはJLAC10とJLAC11がある。JLAC10は医療情報の普及に伴い、施設間での診療
情報の共有化を前提として作られた日本臨床検査医学会が制定したコードである。JLAC10
は17桁のコードで表示され、分析物（5桁）、識別（4桁）、材料（3桁）、測定法（3桁）、結
果識別（2桁）から成る。JLAC11はJLAC10と同様17桁であり、基本的構成はJLAC検査
名称（測定物＋識別＋材料=12桁）、測定法（3桁）、結果単位（2桁）である。主に「データ
の2次利用」に強くフォーカスしたものであるが課題としては付番されていない項目が多数
存在することである。 
2024年4月1日より一般社団法人 医療データ活用基盤整備機（IDIAL）にJLACセンターが
設立された。JLAC11の付番及び公開、医療機関のJLACコード割当（JLAC11/JLAC10）
支援、医療情報化政策に係る行政支援が主なサービスである。全国的にもJLACコードが必
要とされており、臨床検査データの有効活用は医学研究や創薬、保健行政に欠かせないも
のとなっている。NCDAに関わる検査技師として、JLACコードの必要性を伝え利用率向上、
JLACの管理を行い、外部機関とも情報交換をしながら臨床検査情報の2次利活用推進に貢
献していく必要があると考える。
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SY5-3
ソーシャルワーカー部門における人材育成プログラムについて
佐藤∙拓海（さとう∙たくみ）

NHO 高崎総合医療センター患者サポートセンター

近年の医療制度の動向の中でソーシャルワーカー（以下SW）に求められる役割が大きくなっ
ており、SWが複数名配置されている医療機関が増加している。当センターのSW部門も
複数名配置の職場となる過程の中で、新入職SWの教育の標準化や専門性の担保、経験年
数に応じた専門職としてのキャリア形成を考えていく必要性が部門の課題として挙がった。
人材育成プログラム作成にあたり、診療報酬を背景とした退院支援等の業務のみならず医
療機関に配置されているSW本来の専門性も踏まえ、部門全体で共通認識を持てるような
内容となることを心掛けた。2016年よりSW部門内でワーキンググループを立ち上げ、入
職1年目SWを対象とした「新入職員教育プログラム」を作成した。当センターの病院機能
や部門の役割の理解、参加が推奨される研修等を明記した内容となっている。2017年よ
り運用を開始し、その後の見直しの中で2年目SWのフォローアップの必要性が挙がり「現
任者教育プログラム」の作成や3年目以降のSWが専門職として成長を続けていくための指
標が明確化されていないことが課題となり「現任者専門性向上指標」も作成し、現在3種類
の人材育成プログラムを運用している。今後の課題として、3年目以降のSWを対象とした

「現任者専門性向上指標」は経験年数に応じた個々の成長指標としての運用に留まっている
ため、SWのキャリア形成にどこまで役割を果たせているのか評価方法の導入等、引き続き
検討を続けていく必要性を感じている。SW部門の現在の取り組みを報告させていただき、
SWのキャリアラダーについて、皆様と検討できる機会とさせていただきたい。

SY5-2
北海道医療ソーシャルワーカー協会「医療ソーシャルワーカー・キャリア
ラダー・モデル」について
木川∙幸一（きがわ∙こういち）

NHO 北海道がんセンター患者総合支援センター

対人援助専門職の属性条件として「高度な理論／知識体系」「高度な技術／技能体系」「客観
的に伝達可能な形態に形式化され教授される教育体系」「その専門職が対象とする人々の最
善の利益を第一義とし自己利益は下位のものとされる理念／価値体系」「専門職参入を一定
の基準の下に制限し専門職の水準を担保しようとする専門職団体組織」「専門職が所属する
施設・機関に対する社会的統制」等を挙げている。一般社団法人北海道医療ソーシャルワー
カー協会は、1957年設立以降、一貫して「対人援助専門職であること」を追求してきた歴
史がある。1987年に急増した新人への教育方針を検討すべく、1989年「初任者研修」の開
始。1991年「教育システムに関する審議会を設置。1994年に「医療ソーシャルワーカーに
とっての到達度モデル（案）」を整備。2007年「保健医療機関における社会福祉実習マニュ
アル」を発行。新卒に加え、社会人経験者を採用する病院が激増し、次の段階として協会が
会員に一方向的に研修を提供するのではなく、会員が能動的にキャリア形成していける体
制づくりを目指し、2017年より研修部を中心にラダー開発を開始、2018度にはモデル機
関を募り、仮運用を経て、会員への周知とパブリックコメントの募集を行った。改変を重
ねた後、2019年1月に道内の学識者からのコンサルトを受け、同年6月に現在の『医療ソー
シャルワーカー キャリアラダー・モデル ハンドブック2019』を完成させた開発経緯と医
療ソーシャルワーカー キャリアラダー・モデルを概説し、職能団体による「専門職の水準
を担保しようとする」取り組みを紹介する。

SY5-1
国立病院ソーシャルワーカー協議会　研修体系表並びにキャリアラダー

【暫定版】について
市村∙友希（いちむら∙ともき）

NHO 甲府病院医療福祉相談室

【背景】令和元年10月、当時の機構本部総務部長より当会会長に「研修体系を見直す作業を
しており、今までなかったSW部門の研修体系をいれていきたい」と連絡があった。当会会
長・研修部長が本部担当課を訪問。内容の検討を開始。その後新型コロナ感染症の影響・
担当者の退職が重なったが、引き続き協議を行った。【目的】研修部において、キャリアラ
ダーに資する研修体系表を作成する【方法】当時機構本部担当者より参考に提示された機構
本部の研修体系図（事務職版）を基に、SW版の研修体系表を作成。不足する内容について
は、日本医療ソーシャルワーカー協会や日本精神保健福祉士協会の研修体系をキャリア別
に組み入れる。質の担保として、『認定ソーシャルワーカーの担保したい力量』を参考に8
項目の習得すべき知識・能力を追加。【結果】令和6年1月、国立病院ソーシャルワーカー協
議会研修部として研修体系表並びにキャリアラダー（試作）を作成。令和6年2月、会員の
内　主任専門職・専門職・精神科ソーシャルワーカー施設代表者へ試作について意見聴取し、
研修体系表の修正。令和6年5月31日、当会会長・研修副部長が機構本部担当者と研修体
系表【暫定版】について協議。令和6年6月7日、定期総会において会員へ【暫定版】を説明
し意見聴取。【結論】会員のキャリアラダーへの関心が高かった。機構本部でソーシャルワー
カーへの理解があり、専門職がいない中でも当会会長を軸に機構本部との窓口が引き続き
確保されている。研修体系表【暫定版】については、今後も協議が必要。

シンポジウム 5　プログラムの趣旨
ソーシャルワーカーは、この20年を振り返っても倍以上の会員数増加であるが、その人材
育成体制は各施設に任されている。分野はもとよりその業務は多岐に渡っており、ソーシャ
ルワーカーへの業務の期待も大きい中、その質の担保とキャリア形成は喫緊の課題でもあ
る。今回は先駆的な職能団体はじめ施設内のキャリアラダーの開発と活用の報告、また各
施設での人材教育の取り組み報告をもとに、全国のみなさまとキャリアラダーについて直
接意見交換できる場としたい。
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SY6-1
当院における脳神経外科診療看護師（JNP）の働きについて
利光∙恵利子（としみつ∙えりこ）、小島∙光（こじま∙みつる）、田伏∙将尚（たぶせ∙まさたか）、峯∙裕（みね∙ゆたか）、
林∙拓郎（はやし∙たくろう）

【目的】診療看護師（JNP）の役割は、医師や多職種と連携・協働し、倫理的かつ科学的根拠
に基づき一定レベルの診療を自律的に遂行し、患者のQOLの向上を図ることである。当院
でも2012年よりJNPの採用が始まり、現在14名が在籍している。JNPは特定行為を始め

「診療の補助」として医療行為を行うことが多く患者の安全性の担保は必須である。そこで、
脳神経外科のJNPとしての働き方とその有用性や安全性を検討し、今後の課題について考
察する。【方法】当院脳神経外科におけるJNPの業務内容を抽出し、有用性や安全性を検
討した。報告にあたり個人が特定できないよう配慮した。【結果】当院脳神経外科における
JNPの働きとして、以下の点が明らかになった。1）病棟管理（検査データチェック、代行
入力による検査オーダー・指示変更・処方）、2）手術関連（入室・体位どり、器械出し・助手）、
3）多職種連携（看護師・リハビリカンファレンス）、4）病棟リハビリテーション（嚥下評価・
摂食機能療法算定・離床訓練）、5）教育関連（看護師ラダー研修、NP学生指導、特定行為研修、
PICC挿入）。【考察】診療科に所属し日々チームの一員として患者をみているからこそ、必
要な処置や今後起こりうることを予測しながら安全に「診療の補助」として特定行為や相対
的医行為を行うことができる。また、緊急対応でもコミュニケーションを密にとりながら、
臨機応変に対応することでタイムリーな医療の提供や患者の安全の担保がなされると考え
られた。十分な環境整備のもと、JNP間においても倫理的な配慮や情報共有など行いこれ
を継続していくことが今後の課題として挙げられた。

シンポジウム 6　プログラムの趣旨
国立病院機構（NHO）では、122名のJNP（ Japanese Nurse Practitioner：国立病院機構・
診療看護師）が活動（2023年4月時点）し、日本全体の診療看護師（NP）の約15％を占めて
いる。JNPは、各所属病院において医師の包括的指示のもとで、省令に基づく「特定行為」

（21行為区分38の診療の補助行為）以外の診療の補助行為を、安全を担保しながら実施し、
診療生産性の向上などに貢献していることは既に報告してきた。しかし、NHOの病院間で、
JNPの実践活動には差があることが指摘されてきた。JNPの活動をNHOにおける医療従事
者の働き方改革に活用していくためには、JNPの実践活動の好事例をNHOの病院間で情報
共有し、JNPの活動の均質化・標準化を図っていくことが必要と考えている。このことを
通して、全国で活躍している診療看護師（NP）の役割や活等を標準化し、診療看護師（NP）
の効率的な活動の枠組みをとなる「診療モデル」の構築に役立つものと考えている。
そこで、本シンポジウムでは、効率・効果的な実践活動をおこなっていると評価されてい
る6人の演者が各施設での活動実態を報告してもらい、JNPの活動の均質化・標準化に向
けての情報の一助とすることを目指して企画した。

SY5-5
人材育成について自施設での経験から現状思うこと
前田∙智（まえだ∙とも）

NHO やまと精神医療センター地域医療連携室

【概要】当院は病床数283床の精神科単科の医療機関である。現在、地域医療連携室に配置
されているSWは5名であり、うち2名は医療観察法病棟専従である。入職当時は地域医療
連携室に先輩SW1名に加え、医療観察法病棟に2名配属されていたが、地域医療連携室を
活性化させる目的で新たに2名採用された。以後、退職を機に職員が入れ替わり、現在の体
制となった。入職当時を振り返りながら、私が考える働きやすい職場環境について報告する。

【経過】直近、5年で2名採用されている。特に1名は未経験者の採用であり、「精神保健福
祉法」の基礎知識、対人援助職としての関わりのポイントについて指導してきた。指導を続
ける中で、後輩SWが私に対して「怒られないように仕事をしようとしているのではないか」

「私自身が後輩SWに価値観を押し付けようとしているのではなか」と感じたことは1度や2
度ではない。私自身が1年目の時のことを振り返り、「自分であればどんな説明をされると
納得できるか」ということを振り返ることで、説明の仕方変えていくきっかけとなった。【ま
とめ】働きたい職場を作ることでSW一人ひとりが「その人らしさ」を大切にしながら業務に
取り組んでいけるようにしていきたい。当院で人材育成を行う上で大切にしていることを
シンポジウムで報告し、全国から集ったSWとディスカッションすることで、自病院の教
育ラダー作成に役立てていきたい。

SY5-4
新人期の経験から作りあげた教育ラダーの現状と課題～国立国際医療研究
センター病院の取り組み～
中山∙照雄（なかやま∙てるお）

国立国際医療研究センター病院患者サポートセンター

医療機関におけるソーシャルワーカー（以下SW）の教育体制の構築は、支援の質の担保と
向上、人材確保のためにも重要な課題のひとつである。当院の就職説明会の参加者から教
育や研修体制に関する質問も多く、仕事のやりがいだけでなく教育体制の整備が現場に求
められている。当院にはSWの系統的な教育プログラムがなく、上司や先輩が担うスーパー
バイザーの力量に依存するかたちであった。そのため、教育に統一性を持たせ、成長を段
階的に示して自らの意志で主体的に取り組むことができるように、まず2017年に入職した
SW4名が中心となり、2019年11月から自身の経験を基づいた入職3年目までの新人SW
の目標シートを作成した。そして、その目標シートの内容に連動させて2021年に教育の全
体を示した体系図を作成した。当院の教育ラダーは、全体を示した体系図と目標シートか
ら成り立っている。3年目までのSWにはより詳細な目標を設定し、専門職としての資質を
高め続けることに必要な基盤づくりを重点的に取り組むことができるよう、実践に必要な
力量を項目・レベル（段階）に落とし込んだシートとなっている。ワークシートは、将来像
を描きながら、定期的に課題・取り組むこと・取り組んだ結果などについて、スーパーバ
イザーとともに振り返りながら作成している。これまで5名の新入職者の教育にこの教育ラ
ダーを用いており、社会人経験がある場合でもSWや社会人としての経験年数を踏まえた
うえで経験と能力を加味して、適当と考えられるステップを個別に設定している。今後は、
体系図と目標シートを見直し、現状に即した誰もが使用しやすい教育ラダーに修正してい
く必要がある。
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SY6-5
相対的医行為実施のための承認制度の導入
石原∙夕子（いしはら∙ゆうこ）

NHO 九州医療センター心臓血管外科

医師法第17条で定められている医業は医師でなければ実施できない絶対的医行為と、診療
の補助として看護師が実施できる相対的医行為に分類されている。さらに相対的医行為の
中で高度な技術と判断が必要な医行為を特定行為とし、その他の医行為と分類している。
当院では、当院の規定で看護師による実施が認められていない特定行為を除く相対的医行
為（以下、相対的医行為）について、2012年より診療看護師（以下NP）が医師の具体的指示
の下に実践してきた現状がある。
2023年にNPが実施している相対的医行為を整理し、診療科の拡充とともに増加が予測さ
れる新たな相対的医行為の実施に対して承認制度を導入した。
承認制度を設けることでNPが実施する相対的医行為が医師とのタスクシェアや患者利益に
つながると認められた行為に限定されるメリットがある。また具体的指示のもとに単独で
実施可能となるには医師の直接指導下での実践と承認が必要となるため、行為のスキルも
保証される。
現在、34項目の相対的医行為が承認を受けている。一例として心臓血管外科に所属する
NPが相対的医行為として挿管や抜管を実施することで、適切な時期の抜管やICU滞在日数
の短縮に貢献している。また、脳神経外科では今年度から新たな相対的医行為として脳室
－腹腔および腰椎－腹腔シャントのシャント圧調整が承認され、NPが病棟や外来で実践す
ることで患者にタイムリーな処置が実施でき外来での待ち時間短縮も期待されている。
今回、相対的医行為における承認制度の導入とその効果について報告し、NPが行う診療の
補助の範囲拡大の必要性について考察する。

SY6-4
浜田医療センターでのタスクシフト/シェア
田向∙宏和（たむかい∙ひろかず）1、平木∙達也（ひらき∙たつや）2、西谷∙有子（にしたに∙ゆうこ）3、竹内∙健悟（たけうち∙けんご）1、
岡本∙嵩史（おかもと∙たかふみ）1、安田∙優（やすだ∙ゆう）1、明石∙晋太郎（あかし∙しんたろう）1

1NHO 浜田医療センター循環器内科、2NHO 浜田医療センター総合診療科、 
3NHO 浜田医療センター外科

2015年より診療看護師として活動を開始し、2年間の研修期間の後に2017年より循環器
内科に所属し現在に至る。当院の循環器内科医は4名で、外来及び特殊検査、入院患者対応、
救急対応と様々な業務に従事している。医師の働き方改革が推進されている昨今、地方病
院では業務量がそれほど減っていない現状がある。その中でJNP及びコメディカルへのタ
スクシフト/シェアは、医師の働き方改革への一助となると考えている。当院での活動は、
特定行為以外の診療補助も実施している。補助行為の一つとしてカテーテル検査の助手を
行っている。冠動脈造影検査以外にもdebulking deviceなどを使用する特殊な血行再建や、
急性冠症候群などの夜間も含む緊急検査にも関わっている。検査及び治療中医師と直接や
りとりしながら治療戦略を検討して進めるため、より安全で最適な方法を選択することが
できる。また助手に入ることで、術者以外の医師は他の業務に従事でき、医師負担の軽減
につながっている。他に院内紹介患者や救急外来受診患者の初期対応、主治医が外来中に
入院患者の状態変化があれば初期対応を率先して行っている。循環器疾患患者にどの程度
の診療補助を実施するか事前に医師と協議し、安全性と効率性を担保している。薬剤の使
用を必要とする症例は、直接医師に連絡し病状を共有した上で指示を確認することでタイ
ムリーな治療介入が可能となっている。他に疾患に応じた検査等の取り決めを作って対応
することで、一定レベルの診療補助の維持を目的として効率的に実施できるよう対応して
いる。タスクシフトが進む未来を現実にする活動についてここに報告する。

SY6-3
災害医療センターにおける整形外科所属のJNPによる実践活動の現状
熊沢∙貴史（くまざわ∙たかし）1、松崎∙英剛（まつざき∙ひでたけ）2、吉田∙弘毅（よしだ∙こうき）1、高以良∙仁（たかいら∙ひとし）1、
武市∙知子（たけち∙ともこ）1、飯島∙洋子（いいじま∙ようこ）1、小坂∙絢子（こさか∙あやこ）1、曹路地∙重蔵（そろじ∙じゅうぞう）1、
山本∙宏一（やまもと∙こういち）1、窪田∙靖志（くぼた∙やすし）1

1NHO 災害医療センター診療看護支援教育室、2NHO 災害医療センター整形外科

災害医療センターは広域災害医療の基幹施設であり、令和5年度の救急車搬送数は約9000
件、整形外科における新規入院件数は511件、平均在院日数は20.4日、手術件数は他科依
頼含め539件である。当院では、現在8名のJNPが在籍し様々な診療科に所属している。
私は整形外科でJNPとして活動し4年目となる。業務内容は周術期における安全管理と他
部門との調整、手術後早期離床への介入、病棟看護師への教育的な関わり、骨粗鬆症リエ
ゾンサービスチームの運営・活動など多岐に渡る。診療の補助としては日々の診療上で実
施する行為のほか、外科的手術の助手として手術領域での補助行為も多い。令和5年度の
助手としての手術介入件数は外傷・変性疾患など140件であった。内容としては術野確保
のための展開介助・血液等の吸引、体位の保持、閉創時の縫合処置がある。その他にも術
前準備、術中の安全確認の一助も担っている。厚生労働省は看護師が行う診療の補助にお
ける医師の指示について、指示が成立する前提条件を示している。当院で手術中に行われ
る診療の補助においてはそのすべての条件が満たされているうえで具体的指示のもと実施
している。JNPとして実施する診療の補助行為は看護師として求められる補助行為と比較
してより専門性の高い行為を求められる。安全性を担保するためには医師の指示のほかに、
JNP自身も専門性の高い解剖生理・病態生理の知識の獲得や手技・手順の理解が必要である。
その為にも継続した自己研鑽と医師からのOn the Job Training・Off the Job Training
の提供が望まれる。JNPの存在が医師の働き方改革とNHOの診療体制の維持・効率化に寄
与することができるよう活動を続けたい。

SY6-2
国立病院機構・診療看護師（JNP）の包括的指示書を活用した自律的「診療
の補助」の実践と安全性
森∙寛泰（もり∙ひろやす）

NHO 大阪医療センター診療部チーム医療推進室

当センターでは2012年から国立病院機構・診療看護師（JNP）を導入し、現在13年目を迎
えている。JNP導入により、診療効率化、診療生産性の向上、医師の診療負担軽減などが
確認されており、これらの成果は関係学会誌に報告している。また、2024年から開始され
た「医師の働き方改革」を推進する上でも、JNPは欠かせない医療人材となりつつある。当
センターのJNPは診療部に属し、JNPの医学的判断能力に基づき作成した包括的指示書を
活用して、救急や入院診療の分野で自律的に「診療の補助」を行い、成果を挙げている。指
示書作成により、病院組織としてJNP活動の見える化が図れ、医療者間での周知にも役立ち、
安全性を確保した上での業務遂行に役立っている。本シンポジウムでは、包括的指示書の
作成過程とその活用について述べ、全国のJNP活動の均質化・標準化の取り組みに貢献し
たいと考えている。
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SY7-3
Amenorrhea in a Young Girl Discovered Following a Femoral 
Shaft Fracture During Exercise
古賀∙潤紀（こが∙じゅんき）1、山口∙圭太（やまぐち∙けいた）2、太田∙真悟（おおた∙しんご）1、梅木∙雅史（うめき∙まさし）1、
向井∙順哉（むかい∙じゅんや）1、下永吉∙洋平（しもながよし∙ようへい）1、伊藤∙勇人（いとう∙はやと）1、森∙圭介（もり∙けいすけ）1、
宮本∙俊之（みやもと∙たかし）1

1NHO 長崎医療センター整形外科、2長崎大学病院整形外科

The patient is a 14-year-old female. She experienced pain on her left thigh 
upon landing during a long jump, leading to an emergency visit to a previous 
hospital due to thigh deformity. She was diagnosed as a left femoral shaft 
fracture and referred to our hospital for surgical treatment. Reduction and plate 
fixation were performed on the same day. Despite having amenorrhea for over 
a year, no investigation had been conducted. Her excessive exercise routine, 
including track and field five times a week and karate twice a week, suggested 
exercise-induced amenorrhea. Her history of thigh tightness and imaging showed 
periosteal thickening, indicating previous stress fractures.Female Athlete Triad 
(FAT), involving energy deficiency, hypothalamic amenorrhea, and osteoporosis, 
is a concern among female athletes. Energy deficiency lowers body fat and 
leptin, reducing gonadotropin-releasing hormone, leading to decreased estrogen 
and amenorrhea. Long-term low estrogen can cause osteoporosis by reducing 
osteoblasts and increasing osteoclasts, making stress fractures more likely. FAT 
can affect any female athlete, and awareness is growing worldwide. However, in 
Japan, awareness is still lacking. This case highlights the lack of understanding 
among patients, guardians, and coaches which needs to be awared.

SY7-2
Three cases of Interstitial pneumonia with anti-EJ positive 
polymyositis/dermatomyositis
大矢∙佳寛（おおや∙よしひろ）1、二見∙秀一（ふたみ∙ひでかず）2、若林∙豊（わかばやし∙ゆたか）2、
戸田∙陽介（とだ∙ようすけ）2、石島∙和幸（いしじま∙かずゆき）2、梅宮∙恵子（うめみや∙けいこ）2、中澤∙卓也（なかざわ∙たくや）2、
松村∙竜太郎（まつむら∙りゅうたろう）3

1NHO 千葉東病院臨床研究部自己免疫疾患研究室、2NHO 千葉東病院リウマチ・アレルギー科、 
3豊流会ツチダクリニックリウマチ科

Antisynthetase syndrome (ASS) is a heterogenous systemic autoimmune 
disease characterised by anti-aminoacyl-transfer RNA (anti-ARS) antibodies and 
interstitial pneumonia and myositis. anti-EJ (anti-Glycyl-tRNA synthetase)antibody 
is observed at 2-5% and is detectable with ARS-ELISA test. We describe three 
cases of anti-EJ positive PM/DM Japanese cases with Lineblot assay. [Case1] 
58 yo male, developed interstitial pneumonia(IP) and steroid was started. At 67 
yo, myositis, mechanic’s hand, elevation of CPK, aldolase, anti-ARS(EJ) antibody 
was noted and dermatomyositis was diagnosed. Bacterial pneumonia triggered 
IP progression to death. [Case2] 55 years old male showed elevation of KL-6 
and UIP was diagnosed. At 64 yo, Gottron, mechanic’s hand, EJ antibody made 
the diagnosis of amyopathic dermatomyositis(DM). Nintedanib was used for 
the progression of IP. [Case3] 78 years old male, who developed IP, swallowing 
difficulty, pericardial effusion. The elevation of KL-6, CPK made a diagnosis 
of polymyositis. Rectum carcinoma was found. Steroid and IVIG was used. 
[Conclusions] Elevation of KL-6, IP was noted in all three cases. Polymyositis 
was found in 2/3. anti-EJ antibody is associated with the development of IP. 
Accumulation of these cases will clarify the phenotype of anti-EJ positive ASS.

SY7-1
Ultrasound-Guided Lateral Femoral Cutaneous Nerve Block for 
Meralgia Paresthetica: A Case Report
宇野∙由希子（うの∙ゆきこ）1、宮崎∙直樹（みやざき∙なおき）2、笹岡∙由吏恵（ささおか∙ゆりえ）2、津山∙奏子（つやま∙そうこ）2、
森永∙真矢（もりなが∙まや）2、平岡∙知江子（ひらおか∙ちえこ）2、小寺∙厚志（こでら∙あつし）2、瀧∙賢一郎（たき∙けんいちろう）2

1NHO 熊本医療センター初期臨床研修医、2NHO 熊本医療センター麻酔科

Meralgia paresthetica (MP) is a disorder characterized by mononeuropathy of 
the lateral femoral cutaneous nerve (LFCN), caused by nerve entrapment or 
compression. We present a case of a patient with intractable neuropathic pain 
resulting from MP that was successfully treated with ultrasound-guided LFCN 
blocks. A 91-year-old female patient had been visiting a previous hospital with 
a chief complaint of right thigh pain, where she received an anatomic landmark 
technique LFCN block treatment. Her pain was slightly alleviated; however, it 
was exacerbated after a stumbling accident, and the patient was referred to 
our hospital. She had severe pain over the lateral thigh in the LFCN distribution, 
and an ultrasound-guided LFCN block was performed. A volume of 2 mL of 
0.5% levobupivacaine with 7.5 mL of saline and 1.65 mg of dexamethasone 
was injected. The block was successful, demonstrating immediate pain relief for 
5 days. Three block treatments were administered, reducing the pain to one-
tenth of its initial intensity. Due to the patient’s high satisfaction, we are currently 
monitoring her condition with LFCN block treatment. Compared to the anatomic 
landmark technique, we believe that the ultrasound-guided block has led to 
significantly better outcomes due to its more precise and effective execution, 
despite requiring a high level of technical skill.

シンポジウム 7　プログラムの趣旨
若手医師が診療の中で取り組んできた症例や研究について英語で発表し、国立病院の他施
設の医師との交流の中で、互いに刺激しあうことを目的とする。



229

シンポジウム 8　プログラムの趣旨
筋ジストロフィーなど神経筋難病では新規治療薬の開発が盛んになされており、患者の期
待も大きい。一方で、希少疾病新規治療薬の多くが日本で開発されずに、海外で承認され
た治療薬が日本で使用できないドラッグ・ロスが深刻な問題となりつつある。ドラッグ・
ロスの背景には、制度的背景や言語の問題、医療制度や患者・社会的要因など多様な要素
があり、その解決には全ての関係者が連携して対応していくことが必要である。本シンポ
ジウムでは、行政、スタートアップ企業、医療者、患者団体から課題と取り組みについて
報告いただく。難病医療は国立病院機構の重要な柱の一つであるが、ドラッグ・ロス解消
に向けても果たすべき役割は大きい。本シンポジウムを通じてドラッグ・ロスについての
理解を深め、対応が進むきっかけになればと期待している。

SY7-6
Brain Natriuretic Peptide as Predictive Indicator of Worsening 
Heart Failure Events in High-Risk Patients
村岡∙直哉（むらおか∙なおや）、中村∙雅之（なかむら∙まさゆき）、安部∙晴彦（あべ∙はるひこ）、余田∙拓海（よでん∙たくみ）、
高木∙宏太（たかき∙こうた）、兵庫∙隆司（ひょうご∙たかし）、水森∙祐樹（みずもり∙ゆうき）、大崎∙慧（おおさき∙さとし）、
大里∙和樹（おおざと∙かずき）、鵜飼∙一穂（うかい∙かずほ）、家原∙卓史（いえはら∙たかし）、大橋∙拓也（おおはし∙たくや）、
山根∙治野（やまね∙はるや）、尾崎∙立尚（おざき∙たつひさ）、三嶋∙剛（みしま∙つよし）、池岡∙邦泰（いけおか∙くにやす）、
井上∙耕一（いのうえ∙こういち）、上田∙恭敬（うえだ∙やすのり）、松村∙泰志（まつむら∙やすし）

NHO 大阪医療センター循環器内科

[Background] Brain natriuretic peptide (BNP)-guided therapy has been proposed 
in the statements for chronic heart failure (CHF), with early intervention based on 
the percentage change of BNP levels. However, evidence on its efficacy in high-
risk CHF patients is limited. 
[Methods] A single-center retrospective cohort study was conducted, enrolling 
154 heart failure patients (average age: 77 ± 11 years old, male: 64%). The high-
risk CHF patients were defined as those admitted with acute decompensated 
heart failure (ADHF) and free from cardiovascular events for three months post-
discharge, as well as serum BNP levels over 100 pg/mL. The primary outcome 
was worsening heart failure (WHF) events occurring within the subsequent three 
months, including unplanned visits, intravenous diuretic use, and hospitalization 
for ADHF. A receiver-operating characteristic (ROC) curve analysis was performed 
to assess the correlation between the initial BNP percentage change and the 
incidence of WHF events. 
[Results] The mean percentage change in BNP was +8% [-29% - +24%]. WHF 
events occurred in 15 patients (10%). ROC curves demonstrated that the BNP 
percentage change (AUC 0.78) exhibited significant prognostic power for 
subsequent WHF events, with an optimal cutoff of +26%. 
[Conclusion] The BNP percentage change may serve as a predictive indicator for 
future WHF events in high-risk CHF patients.

SY7-5
Brain lesions associated with HIV infection: A single-center 
surgical experience
藤見∙洋佑（ふじみ∙ようすけ）1、浅井∙克則（あさい∙かつのり）1、井筒∙伸之（いづつ∙のぶゆき）1、川端∙修平（かわばた∙しゅうへい）1、
黒田∙秀樹（くろだ∙ひでき）1、宇野∙貴宏（うの∙たかひろ）1、小林∙弘治（こばやし∙こうじ）1、金地∙真生（かねち∙まお）1、
西嶋∙吉継（にしじま∙よしつぐ）1、松本∙貴晶（まつもと∙たかあき）1、渡邊∙大（わたなべ∙だい）1,2、上平∙朝子（うえひら∙ともこ）2、
金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1、中島∙伸（なかじま∙しん）1、藤中∙俊之（ふじなか∙としゆき）1,2

1NHO 大阪医療センター脳神経外科、2NHO 大阪医療センター感染症内科

Objective:
HIV infection is associated with distinctive brain lesions. This report details our 
surgical experience with brain lesions in patients with HIV infection.
Methods:
This retrospective study included patients infected with HIV who underwent 
surgery for brain lesions between January 2013 and December 2023. Data were 
collected from medical records, focusing on clinical and pathological diagnoses, 
survival rates, and causes of death. 
Results:
Of the 27 brain lesions identified in patients with HIV, 16 were AIDS-defining 
illnesses (primary central nervous system lymphoma (PCNSL), 10; progressive 
multifocal leukoencephalopathy, 2; extrapulmonary tuberculosis, 2; cerebral 
toxoplasmosis, 2), three were other brain tumors, two were other infections, one 
was encephalitis, and five showed only gliosis. The average follow-up period was 
4.75 years, during which 7 patients (30.4%) died. Causes of death included one 
AIDS-defining illness (PCNSL: 1) and six non-AIDS-defining illnesses (malignancy: 4; 
other causes: 2).
Conclusion:
PCNSL is the most common brain lesion associated with HIV infection. However, 
various other lesions have also been diagnosed. With the advent of anti-HIV 
therapy, deaths due to AIDS-defining illnesses have decreased drastically. This 
study suggests that precise surgical diagnosis of brain lesions may improve 
survival rates in patients with HIV.

SY7-4
Treatment of Pediatric Tibial Eminence Fractures
萩野∙哲広（はぎの∙てつひろ）1、落合∙聡司（おちあい∙さとし）1、萩野∙哲男（はぎの∙てつお）1、千賀∙進也（せんが∙しんや）1、
山下∙隆（やました∙たかし）1、齋藤∙正憲（さいとう∙まさのり）1、古屋∙直人（ふるや∙なおと）1、若生∙政憲（わこう∙まさのり）2、
波呂∙浩孝（はろ∙ひろたか）2

1NHO 甲府病院整形外科、2山梨大学医学部整形外科

Background: Tibial eminence fractures are distinctive pediatric traumas, 
characterized by avulsion fractures at the attachment site of the anterior cruciate 
ligament (ACL). This report presents pediatric cases treated surgically for tibial 
eminence fractures. Methods: We reviewed 17 cases (18 knees) in patients 
aged 15 years or younger who underwent surgical treatment at our center 
since 2013. The cases included 14 boys (15 knees) and 3 girls (3 knees). We 
analyzed fracture types, mechanisms of injury, surgical techniques, and treatment 
outcomes. Results: The mean age was 11.4 years (range 6-15 years), with sports-
related injuries in 11 knees, falls in 4 knees, and bicycle accidents in 3 knees. 
Fracture types included Meyers-McKeever classification type II in 5 knees, III in 
6, and IV in 7, with concomitant lateral meniscus injury in 4. All cases underwent 
arthroscopic surgery. Bone fixation was achieved using ultra-high-molecular-
weight polyethylene sutures in 16 and cannulated screws in 2, with additional 
meniscal repair in 3. All cases achieved bone union without loss of reduction, 
but 2 type IV cases experienced ACL re-rupture at 1 and 3 years postoperatively. 
Discussion: Arthroscopic fixation demonstrates generally favorable outcomes. 
However, in type IV cases, there is a potential reduction in ligament strength, 
warranting caution for postoperative ACL rupture.
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SY8-4
Think　Globally，　Act　Locally－日本の患者・市民にできること
妹尾∙みどり（せのお∙みどり）

NPO法人筋強直性ジストロフィー患者会事務局

●ドラッグ・ロスに直面
筋強直性ジストロフィー患者会（DM－family）は治療薬の開発状況がわかる一覧表をサイ
トで公開している。世界の変化は少し注意していれば、つかんでいける。
2024年4月にオランダで行われた国際筋強直性ジストロフィー会議では「ファミリー・
デー」に参加した多くの患者・家族に対して、4社で治験が行われることが説明された。日
本に未だない「治験の予定表」。わたしたちはまさに、ドラッグ・ロスに直面している。
●世界と日本の違いについて考える
ドラッグ・ロスには患者と家族にも課題があることが、海外製薬企業の日本法人から指摘
されている。日本の患者は治験に関する知識が乏しく、“日本人の感性にマッチした”別途
の同意説明文が必要との指摘に、危機感を覚えた。
●患者と市民にできること
日本の患者には、自身の病気を学ぶというマインドが欠落している。障害者は社会から排
除されるのではないかという恐怖心。「患者が勉強などするな」という医師の言葉。当会は
患者団体として、海外から学びながら、自国の足元を固めるべき時である。患者らに多様
な知識を提供して他国に劣らないよう育てるとともに、一般市民に対しても、これまでに
ない新しい種類の薬が身近になりつつあると理解を促していく。
●国立病院に望むこと
ドラッグ・ロスの理由のひとつに「海外と比べて臨床試験環境が良くない」という指摘があ
る。神経筋疾患の治験には、医師と療法士などによるチームワークが必要だが、今後どの
ように対応するのだろうか。一市民として、国立病院が世界標準になることを望む。

SY8-3
ドラッグ・ロス予防にNHOができること
松村∙剛（まつむら∙つよし）

NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

筋ジストロフィーなどの神経筋難病では、近年治療薬の開発が盛んになっている。新しい
薬が保険適用を受けるには治験が欠かせない。希少疾病で円滑に治験を進める目的で、国
際協調的な患者登録、臨床試験ネットワーク構築、自然歴研究などが進められてきた。こ
うした体制の下でこれまでに複数の治験が進行され、承認を得たものも出ている。しかし、
欧米で承認された薬の多くが本邦で開発されないドラッグ・ロスが深刻な問題となってい
る。その背景には複合的な要因があるが、実施体制の問題も大きい。日本では患者の受診
先が分散し専門機関の受診率が低いため、患者数確保に多くの施設を要し効率が悪い。専
門機関の多くは総合病院でないため、ウィルスベクター治療などハイリスクな試験に単施
設では対応できない問題も有る。治験期間中にトレーニングを受けた評価者が人事異動で
いなくなるリスクも深刻な課題である。現在、希少疾病の治験は個々の施設が窓口となっ
ているが、海外企業からは問い合わせ先が分からないとの不満も聞く。ドラッグ・ロスに
NHOが果たせる役割は大きい。NHOが窓口となれば、企業は個別施設を探索する手間が
省け、中黄治験審査委員会が活用できるなど、海外企業への大きなアピールとなる。NHO
にはセーフティネット系病院も総合病院もあるため、組織内協力が出来ればハイリスク治
験にも十分対応できる他、評価者の共同利用で人事異動の問題もクリアできる。国立病院
機構は筋ジストロフィーを始めとした神経筋難病の医療において、大きな役割を果たして
きたが、セーフティネットとしてだけで無く、ドラッグ･ロス予防についても貢献すべき時
期にあると考える。

SY8-2
ドラッグロス解消に向けて - スタートアップ企業の挑戦
西馬∙信一（にしうま∙しんいち）

オシアナスバイオ株式会社メディカル本部

日本の医薬品開発は長らくドラッグラグという課題に直面してきました。しかし、グロー
バル企業の進出が進むにつれ、大手企業が国際共同治験を実施し、日本も含めた同時開発・
同時承認に向けた取り組みが進展し、ドラッグラグは徐々に解消されつつあります。一方で、
最近では患者数の多い大型医薬品ではなく、希少疾患に対する医薬品の開発が増えていま
す。これらの希少疾患向け医薬品の多くは、欧米のベンチャー企業によって開発されており、
日本がその開発の対象から外れていることが多いという事実があります。2020年時点で、
欧米で承認された新薬の72%が日本で未承認であるという事実は、この問題の深刻さを物
語っています。この問題を解決するため、産官学が一体となったさまざまな取り組みが始
まっています。その中で、オシアナスバイオはドラッグラグとドラッグロスの解消を目的
として2024年に設立されたスタートアップ企業です。私たちは、欧米で承認されながらも
日本で開発が未着手となっている希少疾患向け医薬品の導入に取り組んでいます。私の講
演では、日本のスタートアップ製薬企業が直面する課題や、ドラッグロス解消に向けた具
体的な解決策について、私自身の経験に基づいてお話しします。この取り組みは、患者さ
んに必要な医薬品を一刻も早く届けるために重要なものであり、その実現には情熱と創意
工夫が不可欠です。オシアナスバイオは、未来の医療を切り拓くべく、全力で挑戦し続け
ます。この講演が、皆様にとって有益な情報と新たなインスピレーションをもたらすこと
を願っています。

SY8-1
ドラッグ・ロス解消に向けた行政の取組み
佐藤∙大介（さとう∙だいすけ）

厚生労働省医薬局医薬品審査管理課

近年、海外で承認されている医薬品が日本において開発又は申請されない「ドラッグ・ロス」
という問題が生じており、希少疾病の治療薬でもドラッグ・ロスが生じている。ドラッグ・
ロスの原因としては、創薬における国際的な競争力の低下、薬価制度上の課題等、様々な
課題が指摘されているが、薬事規制の課題も指摘されている。具体的には、希少疾病用医
薬品の指定の早期化、小児用医薬品の開発計画策定の促進等に取組む必要性が指摘されて
いる。上記を受け、厚生労働省医薬局では、令和5年7月から「創薬力の強化・安定供給の
確保等のための薬事規制のあり方に関する検討会」（薬事検討会）を開催し、検討を進めて
きた。希少疾病用の医薬品については、希少疾病用医薬品の指定を受けることで開発に向
けた様々な支援を受けることができるが、希少疾病用医薬品の指定に関しては、欧米と比
べ指定が遅い・指定数が少ないという課題が指摘されている。医薬品審査管理課では、薬
事検討会における検討結果を踏まえ、「「希少疾病用医薬品等の指定に関する取扱いについ
て」の一部改正について」（令和6年1月16日付け医薬品審査管理課長・医療機器審査管理
課長連名通知）等の通知を発出し、希少疾病用医薬品指定の要件の明確化、早期化を明示し、
希少疾病用医薬品の早期の指定及び指定数の増加を促している。また、上記に加え、希少
疾病の医薬品開発においては、治験の更なる効率化やリアルワールドデータ（RWD）の利活
用が求められている。本演題では、薬事規制の視点から、ドラッグ・ロス解消に向け、希
少疾病の医薬品開発を促進していくための行政側の取組みについて発表する。
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SY9-3
脳神経外科での心理検査の活用、院長としての公認心理師の活用
平林∙秀裕（ひらばやし∙ひでひろ）

NHO 奈良医療センター脳神経外科

「臨床心理士」とは、臨床心理学にもとづく知識や技術を用いて、人間の“こころ”の問題に
アプローチする“心の専門家”であり、活躍の場は、医療、保健、福祉、教育、司法、産業
など多岐にわたる。特に医療では、精神科、心療内科領域における心理カウンセリングで
は主役を担っている。
一方、臨床心理士は、1）種々の心理テスト等を用いての心理査定技法や面接査定に精通し
ていること、2）一定の水準で臨床心理学的にかかわる面接援助技法を適用して、その的確
な対応・処置能力を持っていること、といった能力を持ち、例えば脳神経外科領域の疾患
で生じる高次脳機能障害患者さんの診断やリハビリテーション、最近激増する認知症患者
の評価などにも活躍の場を広げている。たとえば、認知機能障害患者さんの自動車運転免
許の可否に心理士による「臨床心理・神経心理検査」は欠かせない。しかしこれらの検査に
つけられている診療報酬は、多くの施設で行われているWAIS-4検査は、実施と処理に計
約4時間かかるにも関わらす450点（4500円）であり、検査をするのに人件費だけで9799
円と病院経営上は採算にあわず、ボランティア的に検査するしかなくなる。しかし、神経
心理検査は、小児の発達障害の評価、精神鑑定、就労支援、認知症の評価など多岐にわた
る社会的ニーズがあり、病院としても取り組んでいく必要がある。さらに病院経営が健全
でなければ、これらの医療を継続できないのであるから、適切な診療報酬の引き上げや医
療保険以外の保険からの支払いなどを検討してもらいたい。

SY9-2
多機能型精神科での心理検査ー小児、高齢者、精神鑑定
砥上∙恭子（とがみ∙きょうこ）

NHO 肥前精神医療センター心理療法室

当院は、精神科・こども外来・老年期外来等といった専門外来がある多機能型の精神科医
療機関であり、年間約2000件の心理検査を実施している。
小児分野では、心理面や行動面の問題には気質や発達特性・環境要因・発達課題が複合的
に関与しているという考えのもと、心理検査により問題の原因を明らかにし一人ひとりに
応じた支援について検討している。近年は発達障害の診断目的の受診が多く、多職種で詳
細な生育歴聴取や知能発達検査を施行しているが、保護者からの適切な情報収集ができに
くいこともあり、その際には用いる検査を変更する等の対応が必要である。
高齢者分野では、県の認知症疾患センターに指定されており、認知症の早期診断・早期治
療に力を入れており、神経画像検査や脳脊髄液検査に加え、種々の認知機能検査を施行し、
正確な診断に努めている。認知機能検査では、検査ごとに感受性のある部分が異なるため、
適切に評価しようとすると検査バッテリーが増える傾向にあり、診療報酬上算定できない
項目が増加しているという問題がある。
精神鑑定においては、鑑定医が用いるようなガイドラインが作成されておらず、施行する
心理検査は医療機関毎の特徴があり統一性に乏しい現状がある。当院では、基本的な検査
バッテリーを決めているものの、診断に迷う複雑なケースでは心理検査数が増える傾向が
ある。
当院においては診断補助として心理検査の有用性が認知され、適切な治療や療育に繋げる
ことができており、日常的に多く活用されている。一方、診療報酬の低さ、疾患毎の統一
規格を設けることへの限界、検査者の技能格差の課題もある。当日は当院の現状を交え詳
細に報告する。

SY9-1
小児科での心理検査／アセスメントからはじまる支援の展開
上原∙美紗（うえはら∙みさ）

NHO 下志津病院リハビリテーション科

2022年に文部科学省が実施した『通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児
童生徒に関する調査結果』では、知的障害がなく「学習面又は行動面で著しい困難を示す」小
中学生が8.8％いると報告された。増加の背景には発達障害認知の広がりがあるとみられ、
小児科領域での診断やアセスメントの需要は高まっている。当院は、地域医療・障害者医
療（重心、筋ジス）・専門診療（リウマチ、アレルギー、発達障害等）の3つを掲げる病院で
ある。専門診療の中でも療育支援センターには、言葉の遅れ、集団不適応、不登校など様々
な患児が来院する。心理療法士は、主に初診時のインテーク面談と検査で関わる。本発表
では小児領域で特に実施件数が多い知能・発達検査の意義について考察する。知能検査は、
知的水準を明らかにすることが大きな目的となる。知的障害の有無によって福祉サービス
や進路など支援の方向性が大きく変わる。しかし一方では、IQや数値ではわからないこと
も多い。検査は、厳密に構造化された環境で、長時間、濃密な時間を過ごす。貴重な観察・
アセスメントの場であり、検査の様子や答え方、課題以外のやり取りなど検査者しかわか
らない部分をどれだけ読み込めるかで、提案する支援の厚みが変わる。検査という困難を
共に乗り越えることで、互いに信頼関係を築く意味合いも大きい。また小児科では心身と
もに変化が大きい時期に携わるため、アセスメントは1回限りではなく、ライフステージ
により課題や必要な支援は変化し続ける。患児や家族に寄り添う過程は、それぞれのステー
ジの関係機関と連携することであり、互いに学びあうことは地域の力を育てることにもつ
ながっている。

シンポジウム 9　プログラムの趣旨
公認心理師が実施する心理検査は「臨床心理・神経心理検査」として、種類ごとに80点・
280点・450点の3段階で診療報酬が定められている。昨年度から厚生労働科学研究にて
実施実態の調査がなされ、精神科に加えて小児科、脳神経内科など多様な診療科・目的で
活用されている一方、約施設の約6割で実施されているWAIS-Ⅳ（450点）では実施と処理
に計約4時間かかる等、診療報酬面の課題が明らかになった（東,2024）。効果研究の不足
と検証の困難さも課題である。コストに見合わない一方、小児科で発達障害のアセスメン
トから支援計画を共有する際、脳神経外科で器質的問題に応じた脳機能を評価する際、ま
た精神科等での診断補助を含め、心理検査のニーズは高い。本シンポジウムでは多領域で
の心理検査の活用実態を共有し、有用性と効果を検討するとともに、上記課題を含めた議
論を図りたい。公認心理師に加え、協働する多くの職種の参加と議論を期待する。
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SY10-3
心不全療養指導における歯科衛生士の関わり
中村∙美紗季（なかむら∙みさき）1、山本∙花奈子（やまもと∙かなこ）2、能崎∙晋一（のざき∙しんいち）1

1NHO 金沢医療センター歯科口腔外科、2NHO 金沢医療センター循環器内科

我が国における心不全患者は現在約120万人おり、少なくとも2035年までには増え続け
135万人程度になると推定されています。入院される心不全患者は高齢者が多く、心不全
増悪による再入院を繰り返すことが知られ、その生命予後は不良です。再入院には、不整
脈・虚血・高血圧・感染症などの医学的要因のほかに、減塩や服薬などのアドヒアランス
不良や心身のストレス・活力低下などが密接に関与します。そのため、多職種によるチー
ム医療が推奨され、チーム医療体制による多面的なアプローチが慢性心不全患者の予後や
QOLを改善し、かつ医療費の削減にもつながることがわかってきています。心不全に関わ
らず入院された高齢の患者において、口腔機能の低下が認められ、サルコペニア、栄養不
良、死亡率の上昇との関連性が報告されています。さらに、重度の歯周病を有する患者は、
心血管リスクが高く、心不全の有病率が高く、心血管疾患による死亡率が増加しています。
そのため、当院循環器病棟では、心不全で入院された患者に対して、循環器医師や緩和ケ
ア医師に加え、歯科衛生士を含む多職種心不全チームで介入し幅広くサポートしています。
歯科衛生士は入院後早期に口腔評価を行い、感染性心内膜炎や肺炎など感染予防のため口
腔衛生指導を行い、早期に抜歯処置が必要な方には歯科口腔外科医による処置やかかりつ
け歯科医への連携推進を行っています。2021年より「心不全療養指導士」資格が創設され、
当院では看護師、理学療法士、作業療法士、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士が取得し、
多職種で連携し心不全療養指導を行っています。今回、心不全患者の療養指導と歯科衛生
士との関わりについて報告します。

SY10-2
検尿異常/腎炎における頭頚部・口腔領域の病巣感染治療の重要性
岩谷∙博次（いわたに∙ひろつぐ）1,2

1NHO 大阪医療センター腎臓内科、2NHO 大阪医療センター EBM研究開発部・高度医療技術開発室

原発性糸球体腎炎であるIgA腎症は、古くから扁桃腺をはじめとする病巣感染との関連が示
唆されてきた。扁桃摘出＋ステロイドパルス療法はIgA腎症における有効な治療戦略であ
る。IgA腎症における扁桃腺にはT. denticolaやC. rectusなどの歯周病菌が大きく関与し
ており（Nagasawa Y et al, PLoS One. 2014）、これはまさしく口腔内病巣感染が病態形
成に極めて重要な役割を担っていることを意味する。当科で提供しているIgA腎症外来に
は、扁桃摘出＋ステロイドパルス療法で寛解しないIgA腎症患者や、一度寛解した後に再発
した患者が紹介されており、口蓋扁桃以外の病巣感染巣を探し出して積極期に治療を行い、
寛解させる努力を行っている。この口蓋扁桃以外の病巣感染巣として多いのが、根尖性歯
周炎や上咽頭炎である。また紫斑病性腎炎においても、同様に口腔内病巣感染が重要であ
ることが報告されている（A. C. Echavarria-Garcia et al, Eur J Paediatr Dent. 2018）。
微小変化型ネフローゼ症候群でも、副鼻腔炎の根治的手術にて病巣感染巣を除去するのみ
で、ステロイドを使用せずに寛解する症例を演者は経験している（Iwatani H et al, Intern 
Med. 2015）。さらに別の組織型である膜性腎症の検尿異常でも、歯性上顎洞炎を根治的
手術にて治療することにより、ステロイドなしに寛解導入に成功している。このように頭
頚部・口腔領域の病巣感染は腎炎に深く関与しており、場合によっては根本原因とも考え
られる。本シンポジウムでは、尿蛋白・尿潜血といった腎炎を意識した頭頚部・口腔領域
の病巣感染管理、口腔ケアの重要性を医科、歯科の両分野に積極的に提唱したい。

SY10-1
顎関節脱臼について -病態と手術療法-
有家∙巧（ありか∙たくみ）

NHO 大阪医療センター口腔外科

近年、高齢者の顎関節脱臼、特に再発性および習慣性顎関節脱臼は増加の一途をたどって
いる印象があります。外傷を伴わない顎関節脱臼は通常前方に脱臼し、新鮮例においては
比較的容易に徒手整復が可能です。しかしながら高齢者施設等に入居されている方や認知
症を罹患されている方が顎関節脱臼を生じた場合、その発症に気づかず陳旧性に経過をた
どることがあり、その際は閉口障害に伴う嚥下困難、開口による口腔乾燥と剥離上皮膜の
形成等、口腔環境の悪化による誤嚥性肺炎の誘発が懸念されます。また習慣性顎関節脱臼
において当初は容易に整復できた顎関節脱臼であっても、整復時に疼痛を伴うようになる
こともあるため如何に再脱臼を防ぐかが臨床において苦慮するところです。一般に再脱臼
の防止にはまず開口制限を目的とした弾性包帯やチンキャップなどの非観血的処置が試み
られますが、患者自ら装置を取り外したり、装着部に潰瘍を形成して長期の使用が困難に
なることを多くの症例で経験します。そのため習慣性顎関節脱臼に対しては効果的な観血
的療法が適応になりますが、高齢者の全身状態を考慮すると低侵襲手術が望まれます。　
一般に習慣性顎関節脱臼に対する観血的療法には下顎頭の運動抑制法、下顎頭の運動平滑
化法そして咀嚼筋の再調整法などが試みられていますが、本発表ではこれら観血的療法の
うち当科で施行している関節前方部障害形成術と関節結節切除術について概説いたします。

シンポジウム 10　プログラムの趣旨
この20数年で各科癌治療において周術期、化学療法や放射線治療の合併症を軽減するた
めに口腔環境、口腔機能の管理目的で歯科が介入していくことが自然な流れとなっている。
現在では心疾患、脳血管疾患や糖尿病等の慢性疾患でも口腔環境、口腔機能の改善がその
治療に寄与するとされており歯科が他科、コメディカルと連携を持つ機会がさらに増えて
いる。今回のテーマは新たに歯科医療の介入がその治療に寄与できるような領域や状況が
ないかを検討、検索していくことである。
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SY12-1
神経・筋疾患の移行医療と日本神経学会の取り組み
齊藤∙利雄（さいとう∙としお）

NHO 大阪刀根山医療センター小児神経内科

かつて，Duchenne型筋ジストロフィー（Duchenne muscular dystrophy; DMD）は成
人を迎えることが出来ない疾患であった．1980年代の積極的人工呼吸療法の導入に始まる
集学的医療は．患者の生命予後を改善した．現在，国立病院機構の旧筋ジストロフィー病
棟（療養介護病床）のDMDの多くは成人期の患者であり，地域で生活する患者も少なくない．
脊髄性筋萎縮症（spinal muscular atrophy; SMA）は，2016年以降，相次ぐ治療薬の上市
と，その治療による生命予後改善，運動機能改善が報告され，小児診療科，成人診療科を
問わず，最近取り上げられることが多い疾患の一つである．本疾患の本態は，SMN蛋白の
減少による全身性疾患であり，特定の診療科による診療にとどまらない． DMD，SMAに
限らず，小児期発症慢性疾病に対する治療法の向上に伴い，多くの慢性疾病患者が成人を
迎えることが可能となり，小児期から成人期に至る生涯を支える医療体制，そのためのス
ムーズな移行医療の確立が求められている．2020年7月に，神経・筋疾患領域の移行医療
対策として，日本神経学会は日本小児神経学会と連携し，小児―成人移行医療対策特別委
員会を設置し，会員の意識調査，広報活動，学会活動などを行ってきた．本報告では，神経・
筋疾患移行医療の取り組みと，移行医療にかかる日本神経学会会員の意識や問題点などに
ついて報告する．

シンポジウム 12　プログラムの趣旨
2014年に公表された「小児期発症疾患を有する患者の移行期医療に関する提言」から10年
が経過した．成人期を迎える小児期発症疾患患者の移行支援の取り組みは，国，自治体，
研究班，関連学会などさまざまな方面からすすめられ，移行支援にかかる成人診療科での
認知度の向上や支援体制構築は徐々に広がっていると思われるが，いまだ十分ではない．
本シンポジウムでは，これまでの移行支援の概要，各地に設置された各移行期医療支援セ
ンターの現状や取り組み，関連学会での活動報告などについて各演者から報告していただ
き，移行支援の現状の問題点，解決すべき課題，今後の展望などについて議論したい．

シンポジウム 11　プログラムの趣旨
QC活動は「できることから始めよう！」をスローガンに、職員が自施設内の課題に応じて
小グループを構成し、業務の質の向上を目指して行う自発的な取組です。
本会場では、令和6年度QC活動奨励表彰において、各グループの最優秀賞に輝いた活動チー
ムに取組を発表していただきます。なお、グループ最優秀賞は、一次審査（全職員が参加可
能な職員投票及びグループ審査）、二次審査（特別審査員［役員等］による審査）によって選
ばれました。
QC活動奨励表彰の実施趣旨は、「各病院の取組が法人内で共有され、法人全体の業務改善
につながることが期待されることはもとより、QC活動に地道に取り組む職員及びその成果
に光を当てること」にあります。
発表の場だからこそ聞ける実体験に伴った説明、資料では伝えきれない裏話、そして活動
にかける想いを皆さんぜひお聴きください。
なお、全国最優秀賞及び全国優秀賞の発表及び表彰は全員交流会において行われます。

SY10-4
言語聴覚士と口腔外科の連携
梅原∙健（うめはら∙けん）1,2,3、柳瀬∙成章（やなせ∙しげあき）4

1NHO 三重中央医療センターリハビリテーション科、2三重県立こころの医療センター診療部、 
3神戸大学大学院保健学研究科、4NHO 三重中央医療センター歯科口腔外科

言語聴覚士と口腔外科の連携は、患者の口腔機能およびコミュニケーション能力の向上に
おいて重要な役割を果たすとされている。言語聴覚士は発声発語、摂食嚥下などの機能を
評価し、口腔外科は口腔内の解剖学的問題や病変を外科的に治療する専門家である。我々
の連携により、口腔運動機能の改善が見込め、患者の生活の質を向上させることができる
のではないだろうか。近年、連携という言葉が容易に用いられるが臨床現場における連携
は容易ではないと考える。
言語聴覚士は20分1単位という診療報酬に従って1日15 ～ 18単位を取得している施設
がほとんどであり、書類業務やカンファレンスなどで残りの勤務時間がほとんど無くなる。
そのため、口腔内の状態について歯科医師および歯科衛生士と連携を行い、一緒に同じ患
者を診るということが困難な現場が多い。
そこで、当院は脳神経内科、消化器内科、歯科医師、歯科衛生士、看護師、薬剤師、管理栄養士、
言語聴覚士で摂食嚥下支援チームを立ち上げた。
チームの立ち上げによって、言語聴覚士は嚥下評価時に確認された義歯の不適合や歯牙の
動揺、顎関節の問題などを容易に相談できるようになった。また、口蓋隆起など今まで臨
床で散見された症状に対してアドバイスを求めることもできるようになり、歯科口腔外科
と連携がスムーズになった。その結果、今まで点で対応していた症状に対して、点と点が
線として繋がり、共通認識をもって関われるようになった。
しかし、入院患者数が増えると業務が多忙となり、疎遠となるため、定期的に歯科と連携
がとれる環境づくりが求められる。
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シンポジウム 13　プログラムの趣旨
　2024年4月から施行された医師の働き方改革制度により、効率的で持続可能な診療体制
を構築するには、薬剤師をはじめとした他の医療職へ業務を移行する「タスクシフト・シェ
ア」が進められている。薬剤師へのタスクシフトを進めることは、単に医師の負担軽減だけ
ではなく、薬剤師がこれまで以上に薬物治療に係わることで、薬物療法の安全性が向上し、
結果的に薬剤師の業務の効率化にもつながると考える。一方、病院薬剤師の不足が深刻化
する現状において、タスクシフト・シェアを推進するには、業務の効率化、機器導入など、
薬剤師の働き方を見直す必要があると考える。本シンポジウムでは、タスクシフト・シェ
アを実施するために各施設における業務効率化の実例（調剤ロボット・持参薬導入例・薬剤
助手の活用例など）を踏まえ、取り組んだタスクシフト・シェアを紹介する。さらに討論を
加え、薬剤部門が目指すべきタスクシフト・シェアの方向性を検討する。

SY12-4
かながわ移行期医療支援センターの現状と課題
赤星∙千加子（あかほし∙ちかこ）、今井∙富裕（いまい∙とみひろ）、三浦∙雅子（みうら∙まさこ）

かながわ移行期医療支援センター

かながわ移行期医療支援センターは、開設して5年目になる。当センターは医療機関とは別
に完全に外付けになった機関であり，かつ難病相談支援センターに併設していることが特
徴である。この5年間の実績とともに他機関及び多職種連携について述べる。主な事業内容
としては、ホームページ整備・管理、医療機関等に係る情報の定期更新及び医療機関連携
体制の整備（医療機関検索ツール）、移行期医療に関する相談事業の実施、医療講演会の開
催が挙げられる。相談件数は年々増加傾向であり、2022年と2023年度を比較すると約2
倍に増加しており、2024年度はさらに数倍の増加が見込まれている。相談者は家族が最も
多く、次いで行政機関、医療機関、本人であった。主な相談内容は療養上の相談、家族の
精神面も含めた相談、転科等の行先の医療機関に関する相談、進学や就労を含めた自立支
援に関する相談であった。毎月のかながわ移行期医療支援センター定例会には神奈川県や
県立こども医療センターが参加しており、さらに医療機関や患者・家族会、就労関係機関、
教育機関等の関係者とも積極的に連携を取っている。行政機関からは個別の相談事案への
対応や移行期医療支援センターの事業内容の説明に関する依頼が増えている。開設時に比
べると患者に対する自律（自立）支援として、移行後の若年成人患者の大学進学後の療養支
援などが増えている現状である。今後、小児医療機関・成人医療機関との連携強化、個別
支援を実践しつつ、移行期医療支援センターの周知、移行期医療に関する情報提供を行なっ
ていきたいと考えている。

SY12-3
慢性疾患成人移行アプリ・東京都移行期医療支援センターの取り組み
青木∙裕美（あおき∙ひろみ）

東京都立小児総合医療センター東京都移行期医療支援センター看護部

東京都移行期医療支援センターは、2021年に事業を開始し今年で4年目を迎える事業の目
的は、医療体制整備と患者の自律自立支援を2本柱とした移行支援体制整備である。
東京都は、高度・先進医療を提供する大学病院や特定機能病院が集積し、都内全域や他県
から、患者を受け入れている。そのためセンターでは、コア医療機関による連携体制を構
築し、症例検討会、医療機関向け研修等によりネットワークの拡充を図り体制整備を進め
ている。なかでも医療機関向け研修では、都立小児総合医療センターの成人移行支援外来
の見学を実施しており、全国から見学者を受け入れている。患者支援場面の見学は実践力
に繋がると好評を得ている。患者への取り組みはリーフレットやホームページによる普及
啓発と相談対応である。
今年度は厚生労働科学研究班との共同監修による慢性疾患成人移行アプリの開発のほか、
症例検討会を通じて意思決定困難患者の保護者への支援の発信、東京都難病医療連絡協議
会との連携も始まった。慢性疾患成人移行アプリは、患者の病態・治療のモニタリング、
ヘルスリテラシーの獲得につながる内容でまとめられている。保護者への支援は、意思決
定困難患者の移行準備としてアドバンス・ケア・プランニングを含め患者が自分らしく生
きるための支援プログラムを立案した。難病医療機関との連携は、取り組みの共有や移行
支援体制への課題に向き合える良い機会であると感じている。
実際、成人診療科との連携不足・診療科間の移行の温度差・転科困難な疾患・患者の戸惑い等、
問題は多い。それぞれの立場から移行の現状をより把握し今後も事業を発展させていくこ
とが求められる。

SY12-2
移行期医療と成人移行支援　及び　大阪府移行期医療支援センターの活動
の実際
位田∙忍（いだ∙しのぶ）

大阪母子医療センター臨床検査科

小児期発症疾患慢性疾患患者の多くは、成人以降も継続した経過観察、検査、治療が必要
になる。「移行期」は、小児期から成人期まで続く慢性疾患の一時期で、この時期に、小児
期医療から成人期医療へ移り変わりに対して提供される適切で良質な医療（移行期医療）が
必要になる。また、小児診療と成人診療の間には、医療システムや、家族中心から患者中
心に変わる診療のスタイルの違いがあり、小児患者か自律・自立し成人になる時期に重な
り、疾患を持ちながらも本来の持てる能力や機能を最大限に発揮できその人らしく自立し
た成人としての生活を送るための成人移行支援が必要で、「医療」だけでなく、「健康・福祉」
という広い視点から提供される。これが移行（トランジション）である。トランジションは
小児を対象としたヘルスケアから、成人を対象とするヘルスケアへ切れ目なく移る計画的、
継続的、包括的な患者中心のプロセスのことで、単なる転科であるトランスファーとは異
なる。　トランジションを推進するために国が全国都道府県に対して、コーディネーター
を置いて連携・調整・支援・相談を行う移行期医療支援センターを設置するように2017年
に通達を出した。大阪府では2019年4月より移行期医療支援センターを大阪母子医療セン
ター内に全国で最初に設置した。大阪府移行期医療支援センターでは移行期医療及び移行
支援を推進し小児期発症慢性疾患患者の生涯管理を充実させることを目的とし（1）大阪府下
の医療関係者への啓発（2）小児・成人診療科の連携体制作り（3）自立支援と医療の支援によ
る成人移行支援のマニュアル作成（4）移行相談窓口での移行支援の実践を行っている。
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SY13-4
当院でのタスクシフト・シェアの取り組み～持続可能でよりよい働き方を
目指して～
山下∙大輔（やました∙だいすけ）

NHO 大阪医療センター薬剤部

令和6年4月から医師の働き方改革の新制度が施行され、多職種によるタスクシフト・シェ
アの推進が望まれる中、当院薬剤部では以前より積極的に様々な取り組みを行ってきた。
一方、タスクシフト・シェアのため新たな業務を開始することは薬剤部の業務量を増やす
こととなり、薬剤部スタッフが疲弊することなく持続的に行っていくためには、従来から
の業務の効率化などにより全体的なバランスを維持することが必要となってくる。当院薬
剤部では、薬剤助手の増員や調剤機器の導入により従来薬剤師の行っていた調剤業務など
の対物業務をできる限り軽減し、入院センターへの薬剤師の配置やタスクシフト・シェア
のためのPBPMの導入を行った。PBPMの策定時には、電子カルテからのデータ抽出に時
間を費やさないようにアプリを作成するなどの工夫を行い、薬剤師の業務量をできる限り
増やすことなく、医師の業務軽減につながるような業務フローとした。また、効率的・効
果的に処方提案を行うために、新たにシステムを構築し、まずは以前より医師からの要望
もあった持参薬から採用薬への切替における処方提案を開始した。処方提案時の採用薬の
選定を、フォーミュラリーの推奨薬とすることにより、推奨薬の使用数量の増加にもつな
がった。以上のように、持続可能でよりよい働き方を目指して行ってきた当院での取り組
みについて紹介する。

SY13-3
薬剤師業務のタスクシフト/シェア-がん専門病院の調剤業務を中心に-
中島∙寿久（なかしま∙としひさ）

国立がん研究センター中央病院薬剤部

近年, 薬剤師の業務は医薬品の品質管理や調剤などの対物業務に加え, 患者情報を活用した
医薬品の処方提案などの対人業務へとその役割が拡大している. 薬剤師がこれまで以上に薬
物療法に関わるためには, 薬剤師の業務の効率化や他職種へのタスクシフト/シェアが重要
となる.国立がん研究センター中央病院薬剤部では, 薬剤師による対物業務をタスクシフト/
シェアとして, 外部委託業者の導入や抗がん剤調製ロボットの導入を行っている. 外部委託
業者へのタスクシフト/シェアとしては, 薬剤の発注業務, 内服薬・注射薬の医薬品取り揃
え業務および抗がん剤調製室における薬剤師のサポート業務が挙げられる. 2019年に厚生
労働省より発出された0402通知「調剤業務のあり方について」では, 薬剤師が調剤に最終的
な責任を有することを前提として, 薬剤師以外の者に実施させることが可能な業務が示され
ており, 薬剤師の対物業務の一部についてタスクシフト/シェアの推進がなされている. こ
れを受け, 当院では内服薬および注射薬の取り揃えについては,  医薬品に印刷されている
バーコード（GS1コード）を認証する携帯情報端末を活用する方法を導入することで, 医薬
品間違いや規格間違いの発生を抑え, 外部委託業者へ対物業務の一部を安全にタスクシフト
/シェアしている. また, 当院の抗がん剤調製件数は1日200件を超えているが, その抗が
ん剤調製業務の一部を抗がん剤調製ロボットで行うことで薬剤師の業務負担を軽減してい
る. 本シンポジウムではこれら当院の状況について報告したい.

SY13-2
中規模施設における薬剤師業務のタスクシフトの現状 ―リスキリングと持
続可能な業務体制の構築―
井上∙裕貴（いのうえ∙ひろたか）

NHO 豊橋医療センター薬剤部

近年、薬剤師の対人業務を充実させ、調剤等の対物業務を効率化させる動きが進展してい
る。その中で、タスクシフト / シェアを進めていくことが急務ではあるが、薬剤師の意
識改革（リスキリング）やシェアする調剤補助者（Pharmacy technician：PT）の確保が必
要であり、その対応は各施設に委ねられている。院内物流管理（supply processing and 
distribution: SPD）を外部に委託できる施設においては、SPDを有効活用し薬剤部の対物
業務を効率化し、薬剤師の業務負担軽減に繋がっている。しかし、中小規模病の共通の問
題点として、薬剤師不足に加えて、SPDなど院内物流管業者を外部委託する場合の費用に
おいて、PTを雇用する場合と比較して院内で予定している費用と実際にかかる費用に乖離
があり、委託が難しい状況である。そこで当院は昨年9月より非常勤のPTを2名採用し、
発注補助業務や調剤補助業務をシェアすることとした。PT育成のための業務シフトや各業
務の標準業務手順書を作成し、定期的な自己評価をする体制を整備した。調剤補助業務や
発注補助業務を手順書に基づいて実施することにより、薬剤師の業務負担が軽減した。ま
た、薬剤師の業務に対する意識が病棟での患者指導や薬剤管理業務へとシフトチェンジさ
れ、薬剤師業務のリスキリングの一助となった。今回は、中小規模病院におけるPT育成の
ための持続可能な業務体制の重要性とそれによる薬剤師のリスキリングの効果について報
告する。

SY13-1
タスクシフト・シェアの実際　薬剤師から薬剤師以外の者へ
工藤∙早苗（くどう∙さなえ）

NHO 弘前総合医療センター薬剤部

医師の業務は増加の一途を辿っていると指摘され、医師の時間外労働の上限規制が今年度
から行われている。医師の労働時間短縮のためには、医師以外の医療関係職種が実施可能
な業務について、タスクシフト・シェアを実施していかなければならない。医師から薬剤
師へのタスクシフト・シェアが可能とされている業務として、周術期における薬学的管理、
病棟における薬学的管理、事前に取り決めたプロトコールによる処方された薬剤の投与量
の変更、薬物療法に関する説明、医師への処方提案等の処方支援、糖尿病患者等における
自己注射や自己血糖測定等の実技指導等が挙げられている。
当院では、特定の科の医師と事前に取り決めた、プロトコールに基づいて行う処方の代行
入力を昨年度から開始したが、月に10件程度にとどまっており、その理由としては、薬剤
師不足が要因の一つと考えられる。地方の病院における薬剤師不足は深刻な課題で、薬剤
師の業務過多は医療安全を脅かすことにつながるものであるが、解消の見込みはない。病
休や産休、育休があった場合においても欠員が補充されることは少なく、さらなる不足と
なるのみである。結局のところ、医師から薬剤師へのタスクシフト・シェアを実現するには、
そもそも薬剤師の業務のタスクシフト・シェアを実践しなければならない。そこで一般ス
タッフの増員をはかることと同時に、薬剤師の業務内容を、「薬剤師でなければできない業
務」と「一般スタッフもできる業務」とで区分を明確にし、薬剤師のタスクシフト・シェアを
することで業務軽減につなげることができた。当院の現状と取り組みについて紹介する。
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SY14-3
高齢者虐待防止の取り組みについて
近藤∙秀憲（こんどう∙ひでのり）

国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部

高齢者虐待についての報道を目にしても、介護を現実として接する機会がない限り自身の
ことと考える事は難しいかもしれない。しかしながら介護は誰にでも訪れる可能性がある。
現実として介護に向き合った時に、正しい知識や心づもりがないと、虐待という形でフラ
ストレーションが現れてしまうこともあり得る。
そのため支援者は病気や介護について正しく理解し、その人となり、またその地域特性に
合わせた適切な支援・対応が必要である。適切な支援・対応ができれば、患者そして養護
者のストレスは軽減し、虐待の予防・防止に繋げることが可能となる。医療機関は虐待を
発見する機会が多い機関でもある。身体虐待、ネグレクトなどにより受診、または救急搬
送されることもある。日々の診療を通じて、患者、養護者の変化に気づくこともできる。
支援者は、患者、養護者らが抱く不安を少しでも和らげるために、病気、そして制度や窓
口について基本的な理解をし、繋ぐことが重要である。そして虐待を疑った所見がある場合、
当該虐待防止センターへ相談、通報することが必要である。相談通報は患者の支援を見直
す契機となり客観的評価がなされる。必要時には医療、保健、福祉、法律、地域の専門家
らの協力・支援により、患者、養護者を含めた、より適切と考えられるサービス提供がマネー
ジメントされることを目的とするからである。
だからこそ支援者は、養護者らの抱く不安、孤独感、葛藤などの気持ちを推し量りながら、
迅速かつ組織的に支援する必要がある。今回のシンポジウムでは当センター虐待防止委員
会の取り組みについて報告し、議論の中で適切なチーム、ネットワークづくりなどについ
て深めたい。

SY14-2
国立成育医療研究センターにおける虐待対応の取り組み
山口∙麻子（やまぐち∙あさこ）

国立成育医療研究センター医療連携・患者支援センター

当院における虐待対応は、子どもの生活安全対策室（通称SCAN）が担っている。病院長を
室長とし、室員は各診療科の医師、看護師、心理士、ソーシャルワーカー、事務員で構成
され、それぞれ虐待医療マネジメント、専門アセスメント、ソーシャルワーク、傷害情報
収集の役割を持っている。その中には、性的虐待・被害の診察対応チームとしてSAT（Sexual 
Assault support Team）もある。院内職員が虐待や不適切な養育を疑った場合、子ども
の生活安全対策室は、輪番制でケース対応を行うチームを形成し、院内関係者と対応を協
議している。虐待通告を行うだけではなく、病院でも面談を行い地域関係機関と連携して
支援体制の構築を行っている。また、周産期からの虐待予防の取り組みとして、特定妊婦
やそれ以外の妊婦の情報共有、支援方針の協議を行い、地域関係機関との連携を進めてい
る。子どもの生活安全対策室では、虐待症例対応に加えて院内職員向けマニュアルや、室
員向実務マニュアルを整備している。年1回委員会や月1回定例カンファレンスを開催し、
虐待対応体制整備などについて話し合っている。院内職員向け啓発活動として、院内外講
師による講演会やEラーニング、室員向け研修を実施している。このような活動をもとに、
2022年度より養育支援体制加算を算定している。一方、院内外において課題もある。院
内職員間の虐待対応への興味関心の温度差や、子どもの生活安全対策室室員の虐待対応の
知識や経験値の違いがある。また、地域関係機関との連携においても、対応方針の違いや、
継続した支援につながらないなどの課題がある。当日は、当院における虐待対応の取り組
みと課題を報告し、皆様と議論を深めたい。

SY14-1
子どもの権利擁護と虐待防止へのアプローチ～児童精神科の視点から～
齋藤∙絵梨（さいとう∙えり）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター地域医療連携室

当院では、前身であった香川小児病院にて、平成15年に育児支援対策室を設置し虐待ケー
スの対応を行ってきた。また、月1回の市町、児童相談所等関係機関との定例会では小児の
みならずハイリスク妊婦への支援も協同できるシステムを構築してきた。 平成26年度から
は、香川県児童虐待防止ネットワーク事業に参加し拠点病院として活動を開始し、院内で
は「気になるシート」や「育児支援対応フロー」を導入、虐待の早期発見に努めてきたが、近年、
メンタルヘルスの課題を抱えた子どもの「気になるシート」が増加しており、見えづらい疾
患だからこそ、院内でもケースの捉え方の相違や介入方法についても議論を重ねることが
多い。 メンタルヘルスに課題を抱える子どもや精神疾患を抱えた子どもたちの中には、「育
てにくさ」により、周りから怒られ、注意をされ、失敗を積み重ねた経験が多く、自尊心が
傷つき生きる力を削がれる子をもいる。そして、この「育てにくさ」は、虐待のハイリスク
要因となることも少なくない。メンタルヘルスの不調を呈する子どもの場合、家族や支援
者は子どもの問題として捉え、不適切養育が容認され危機的介入が遅れることもある。また、
家族の精神疾患や発達特性に伴う養育不全のケースも多く、ソーシャルワークにおいては
しばしば困難さも感じられる。 本発表では、メンタルヘルスの課題を抱えた子どもへの虐
待防止の取り組みとアプローチについて個人情報を含んでいない架空事例を用いて報告す
る。 

シンポジウム 14　プログラムの趣旨
児童相談所における児童虐待相談対応件数、高齢者虐待の相談・通報件数は年々増加して
います。「児童虐待の防止等に関する法律」ならびに「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に
対する支援等に関する法律」でも、虐待の未然防止や早期発見、適切な対応の必要性が示さ
れており、令和4年度の診療報酬改定では、「小児入院医療管理料　養育支援体制加算」も
新設されたことから、医療機関においてもその対応が求められています。
医療機関では、対象者（患者）の安全を守ることに加え、家族支援も意識しながら、ソーシャ
ルワーカーが多職種を巻き込み組織として支援を展開することが重要になります。今回は、
児童及び高齢者分野より、各施設の取り組み、多職種連携、ソーシャルワーカーとしての
役割やその専門性などを共有し、医療機関における今後の虐待防止対応や組織内における
支援体制のあり方について議論し、新たな洞察を得る機会とできればと考えております。
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SY15-2
発達障害児や特別支援学校に通う入院中の生徒に対する生活支援と教育の
連携について
木明∙香子（きみょう∙こうこ）

NHO 新潟病院療育指導室

NHOの児童指導員は患者さんの日中活動や家族支援、障害福祉制度の適正運用等、多岐に
わたる業務に対応する。筆者は2001年から2009年A病院で小児科病棟を担当した。当時
児童は疾患に加え発達障害や不登校、児童虐待、家族問題等の養育背景があり小児科医師、
特別支援学校の教員、臨床心理士、児童相談所、児童指導員等が共に様々な課題に対応した。
一例に児童の対応を紹介する。毎日の特別支援学校との情報共有や生活指導、支援者間の
定期的なカンファレンスを通じチーム構築を経験した。現在は西牧先生の依頼を通じHR様
等の事例から療育指導室職員の活用や学校とのつながりを想定し、療育指導室のノウハウ
に期待してくださる点、療育指導室が担ってきた役割の多様さを再認識した。また当院筋
ジストロフィー・ALS等病棟は障害児入所契約中の高校生が4名いる。病棟担当児童指導員
より彼らを対象に特別支援学校高等部卒業後の生活を意識した取組みを行いたいという意
向を受け、児童指導員主導で今年度から高校生向け勉強会が開始された。特別支援学校の
教員との連携や支援者チームで対応できるよう助言を行っている。なお、特別支援学校高
等部の進路指導は教員と本人・保護者で実施されるのが一般的と考えられるが、生徒が重
度障害や医療が必要な場合、教員と本人・保護者の間だけでは支援に不足が生じても気づ
きにくい状況が推測された。NHOは児童指導員の存在が補完する役割に適している。児童
指導員が特別支援学校教員や地域の支援者らと計画的に連携する必要性について、これま
での経験例から参加者と共に考えたい。

SY15-1
子どもたちに適切な医療と教育をはじめとした必要なサポートを保障する
ために、児童指導員に期待すること
西牧∙謙吾（にしまき∙けんご）

NHO 新潟病院小児科

昔々、病虚弱児童養護施設があった。戦後、孤児、情緒障害のある子ども、つまり通常の
教育になじまない子どもに幅広く対応してきた。筋ジス病棟もあった。昭和20年代、ベッ
ド上安静を強いられる結核の子どものためにベッドサイドスクールが産声を上げた。その
後、ここに日本初の筋ジス病棟ができた。児童福祉に病気のための制度が創設された。また、
養護学校義務制完全実施を控え、在宅で長期療養している慢性疾患児が多数存在した。小
児慢性特定疾患治療研究事業の創設で、医療費の公費負担が実現し、慢性疾患児の入所が
進み、病弱養護学校併設が一気に進んだ。NHO新潟病院では、HAL導入を機に、病弱特別
支援学校で短期入院でも教育を保障し、安心して子どもがリハビリを受けられるようになっ
た。これを機に新潟県療育研究会ができ、医療的ケア対策が進んだ。新型コロナ流行は子
どもの心に影を落とし、不登校が増えた。子どもの病気は、かつての感染症から慢性疾患
から、今は発達障害や心の病へとシフトした。私は定年後、NHO新潟病院で不登校外来を
始めた。NHO病院が、小中学校の発達障害や心の病気のある児童生徒の支援に、存在感を
利かせつつある。今では、病弱特別支援学校の他障害種との併設が進み、上記のような子
どもは、多くが病院内に設置された情緒障害特別支援学級で対応されている。病院に院内
学級を作り、退院後は放置という今の病弱教育と似ている。病弱教育とは、そもそも、通
常の教育になじまない子どもに幅広く対応してきた唯一の特別支援学校である。不登校対
応を第一目標に、昔日の病弱特別支援学校とNHO病院小児科との新しい関係を作りたいも
のである。

シンポジウム 15　プログラムの趣旨
支援を必要とする児童が、就学前から学校卒業まで切れ目ない支援を受けられるように体
制を整備することが求められている。国立病院機構の児童指導員は、重症心身障害児および、
筋ジストロフィー児が国立療養所へ「措置」された昭和40年代から障害児（者）や慢性疾患
の児童の成長発達及び福祉の増進に関わってきた。我々国立病院機構の児童指導員は、社
会福祉・心理・教育それぞれの分野での知見を持ち合わせた職種であり、ミクロの視点から、
児童の成長発達、自立支援等をサポートする一翼を担っている点と、医療・福祉・教育のネッ
トワーク構築およびハブ（つなぐ）になるメゾの視点を持ち合わせていることを支援の柱と
している。本シンポジウムでは、支援者として児童の成長発達に向き合う中で得られた知
見や、教育との連携について各演者からご発表いただき、医療、福祉、教育の垣根を越え
たチーム支援について考える機会としたい。

SY14-4
高齢者の社会的孤立を防ぐために～高齢者虐待におけるソーシャルワー
カーの役割～
瀬口∙理恵（せぐち∙りえ）

NHO 名古屋医療センター医療相談室

【背景】高齢者の社会的孤立とは「家族や地域社会との交流が、客観的にみて著しく乏しい状
態」とある（内閣府令和6年版高齢社会白書）。高齢者が社会的孤立に陥る場合、セルフネグ
レクトや孤立死等の問題を引き起こすことがあり、その結果、人間としての尊厳が損なわれ、
さらに周囲の人（親族、近隣住民、大家、サービス担当者等）の心理的負担を増大させてし
まうことがある。セルフネグレクトの状態は、高齢者虐待防止法に定められている虐待の
対象外であるが、高齢者の権利が客観的に侵害されていると判断される場合には、虐待に
準じた対応が求められている。当院を利用する高齢者の中にも、セルフネグレクトが原因
で治療が遅れたり、孤独死として発見される方もいて、社会的孤立を未然に防ぐことが課
題となっていた。【目的】医療機関のMSWと行政が連携し、N区に住む高齢者の社会的孤
立を防ぐシステム構築に寄与したため、その取り組み実践を報告する。【方法】N区福祉部
主催の「社会的に孤立した高齢者の入退院に関する地域等と病院の連携」会議に参画、当院
を含む6病院から医療機関で生じている事例を提示、地域の課題を抽出し、入退院時におけ
る病院・地域・行政等機関の連携に向けたネットワーク構築についての仕組みを検討した。

【結果】N区統一の退院支援時の連携シートを作成し、地域がチームとなって孤立が懸念さ
れる高齢者の支援を開始した。【結論】高齢者の社会的孤立やセルフネグレクトを早期に発
見し、適切な支援につなぐことが重要であるが、入院により問題が顕在化する場合もあり、
医療機関のMSWに求められる役割は大きい。一方、外来通院のみの患者への支援は今後
の課題とする。
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SY16-1
コンパニオン診断薬: 概略と問題点
田口∙健一（たぐち∙けんいち）1,2、加藤∙千春（かとう∙ちはる）2、石川∙律也（いしかわ∙りつや）2、澤邉∙昂平（さわべ∙こうへい）2、
山田∙拓哉（やまだ∙たくや）2、田中∙麻梨乃（たなか∙まりの）2、今村∙彰吾（いまむら∙しょうご）2、山本∙将義（やまもと∙まさよし）2、
杉井∙梓（すぎい∙あずさ）1、古賀∙裕（こが∙ゆたか）1

1NHO 九州がんセンター病理診断科、2NHO 九州がんセンター臨床検査科

コンパニオン診断薬（companion diagnostics: CDx）とは、遺伝子やタンパク質などのバ
イオマーカーの解析結果に基づき、特定の医薬品の有効性及び安全性が期待される患者を
特定するために使用される体外診断用医薬品又は医療機器のうち、当該医薬品の使用にあ
たり不可欠な製品のことをいう。CDxは、個別化医療の重要な要素となっており、最適な
治療法を選択することによる治療効果の向上や患者の遺伝学的特性に基づいて薬剤を判断
することによる副作用の減少、無駄な投薬を減らすことによる医療費の削減などのメリッ
トが期待されている。新規薬剤の開発においてCDxと医薬品は一緒に開発されるため、新
規薬剤が増えるに従い、CDxも同様に増えてきている。特にがん診療において遺伝子パネ
ル検査を代表とする遺伝子検査や免疫組織化学を用いた病理コンパニオン診断で病理部門
が多く関与するようになった。遺伝子検査においては、使用する組織検体の核酸（DNA・
RNA）や蛋白の質管理、解析必要量、腫瘍細胞含有率の評価、解析結果の妥当性の検証、検
体の保管や管理、病理コンパニオン診断においてはCDx別に異なる判定方法、検査システ
ムにおいては、電子カルテのオーダーや医事算定など対応すべき多種多様な課題が山積し
ている。

シンポジウム 16　プログラムの趣旨
コンパニオン診断が明らかに病理業務の中心の一つになった今、どうこなしているのかは
施設によって大きく違うようです。それは施設の規模や役割によって違うかもしれません
し、持っているシステムや人員によって違うかもしれない。各種学会などでは、診断法と
か意義とか、検査精度の話ばかりなので、このシンポジウムでは他の施設がどう日常業務
としてコンパニオン診断をこなしているかを知って明日からの自施設の業務に活かせる
Tipsがえられること、さらに病理医や検査技師のみならず、事務や病院幹部である院長、
副院長を含めたすべての関係者へ向けて病理診断科におけコンパニオン診断検査業務の改
善案のヒントとなることを目的とします。

SY15-4
児童指導員として教育と連携する中で感じる葛藤や困り感について
和田∙勇貴（わだ∙ゆうき）

NHO 徳島病院療育指導室

国立病院機構の児童指導員は重症心身障害、進行性筋萎縮症等の患者さんとご家族へ療育
や行事など日中活動の提供や相談支援、外部機関との連携などQOL向上を目指し、様々
な業務（支援）を行う福祉職である。その中の役割の一つに指定発達支援医療機関に入所し
ている児童が当たり前に安心して学校教育を受けられるよう医療と教育、福祉を繋げる手
助けの一つを担うことがある。児童の成長や発達支援には、学校教育は必要であり、医療
を受けながら病院が生活の場として適切に教育が受けられるよう支援が必要である。また、
学校側も教員が安心して一人ひとりのニーズにあった授業（教育）ができるよう、医療職か
ら児童の状態など医療面やリハビリ職員より身体の動かし方や訓練、福祉面では、普段の
生活状況や家族について、進路（将来）などその都度、様々な情報共有や連携が必要になる。
そのため、スムーズに連携ができるよう児童指導員が学校と病院を繋げるコーディネーター
的な役割を求められることがある。各児童により状況は多様であり、様々な職種が関わる
ため、複雑であり課題はあるが、学校教育の関わりにより、児童やその周りも変化がみられ、
連携の重要性を実感することがある。今回、自身の経験をもとに教育との連携で感じた葛
藤などをお話しし、児童指導員として、チーム支援の中で何ができるか何が必要かなど考
える機会としたい。

SY15-3
学生時代の経験を踏まえ、児童指導員として実践した教育との連携から
沼沢∙彩華（ぬまざわ∙あやか）

NHO 米沢病院療育指導室

国立病院機構の児童指導員は、長期入所の重症心身障がい児（者）及び筋ジストロフィー患
者等に対する発達支援、日中活動や行事の提供、相談支援を行っている。利用者への支援
も多様化する中で、「正解のない」支援に難しさを感じることもあるが、自身の支援者とし
ての価値観を大切にしながらも、“患者さんの思いに寄り添った支援を提供すること”を日々
意識している。
学生時代、「幼稚園教諭」、「保育士」、「社会福祉士」の資格取得を目指し、福祉と教育につ
いて学んでいく中で「生涯発達」という言葉に出会った。出生し、単に子供が大人になる過
程だけではなく、大人の時期における変化や老人期の衰退を中心とした変化をも発達であ
ると捉える概念に興味を持ち続けている。またクライエントの語る物語を通した問題解決
方法を「ナラティブアプローチ」というが、自身も利用者や家族が「これまでの人生をどう生
きてきたのか」を支援する中で大切にしている。
今回のシンポジウムでは、学生時代に学んだ知識や技術、またボランティア活動での経験
を活かし、福祉・教育的視点から支援した利用者の行動等の変化について報告する。
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SY16-5
肺癌マルチ遺伝子検査の施行ではどのような症例が問題となるか
清水∙重喜（しみず∙しげき）1、幸高∙真美（こうたか∙まさみ）2、松村∙和（まつむら∙なぎ）1、
田口∙雅子（たぐち∙まさこ）1、鶴田∙康倫（つるた∙やすのり）1、寺本∙友昭（てらもと∙ともあき）1、田宮∙朗裕（たみや∙あきひろ）3、
沖塩∙協一（おきしお∙きょういち）3

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床検査部、2NHO 南京都病院研究検査科、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター臨床検査部腫瘍内科

非小細胞肺癌の治療において、肺癌マルチ遺伝子検査などの遺伝子検査は必須となってい
る。肺癌マルチ遺伝子検査は、オンコマインDx Target Test マルチCDxシステム（オンコ
マイン）、AmoyDx肺癌マルチ遺伝子PCRパネル（AMOY）、肺がんコンパクトパネルDX

（コンパクトパネル）の3ケの検査が可能であるが、どの検査にも長所と短所がある。加えて、
それぞれの検査で使用できる薬剤が異なる。このため、肺癌マルチ遺伝子検査の施行にお
いて問題が発生する。例えば、腫瘍細胞含有率が15%程度の肺腺癌症例で、コンパクトパ
ネルを施行し、RET fusionが検出された。当時はコンパクトパネルはRET fusionをターゲッ
トとした薬剤のコンパニオン診断薬でなかったため、macrodissectionにて腫瘍細胞含
有率を20%以上としてAMOYを施行したが、遺伝子異常は検出されなかった。このRET 
fusionのバリアントはオンコマインとコンパクトパネルでは検出可能であるが、AMOYで
は検出されないものであった。症例を通じて、病理医や検査技師の負担を軽減する遺伝子
検査の提出方法、遺伝子異常の検出率を高める検査の提出方法、肺癌マルチ遺伝子検査の
問題点など考えてゆきたい。

SY16-4
コンパニオン検査における組織学的品質評価のポイント
小山∙涼子（こやま∙りょうこ）1、片倉∙康敬（かたくら∙やすたか）1、原嶋∙祥吾（はらしま∙しょうご）1、岡∙直美（おか∙なおみ）1、
鈴木∙博義（すずき∙ひろよし）1,2、我妻∙登志子（あがつま∙としこ）1、阿部∙和子（あべ∙かずこ）1、林∙千陽（はやし∙ちあき）1、
佐々木∙香穂（ささき∙かほ）1、立花∙誠康（たちばな∙のぶやす）1、石川∙恵（いしかわ∙めぐみ）1、齋藤∙邦倫（さいとう∙くにのり）1、
松林∙聡（まつばやし∙さとし）1

1NHO 仙台医療センター臨床検査科・病理診断科、2みやぎ県南中核病院病理診断科

近年、多様な悪性腫瘍に対する個別化治療の急速な発展に伴い、コンパニオン診断におい
て病理部門の果たす役割がますます重要化している。コンパニオン診断は病理組織検体を
用いて行う場合が多く、診療科には適切な検体採取が、そして病理部門には適切な組織検
体の作製および選択が求められている。具体的には、まず検体が核酸やタンパクの質を担
保できるような固定状態および保存状態にあるかどうかが挙げられる。さらに、腫瘍量や
不均一性、特に遺伝子検査の場合には有核細胞数および腫瘍含有率等が検体選択において
重要な因子となっている。これらの条件はコンパニオン検査毎にそれぞれ規定されており、
不適切な検体を用いた場合は誤判定のリスクが生じることに留意しなくてはならない。し
たがって、診療科からコンパニオン検査の依頼を受けた際、病理部門は上述の条件や因子
を正しく評価し、検査技師や臨床医と密なコミュニケーションをとりながら、依頼された
検査が正しく施行できる検体を提供できるかどうか、代替検査を進言すべきかどうかなど
を判断することが求められている。本講演では、これらの判断の助けとなるようなポイン
トについて実例を紹介しながら解説する。

SY16-3
多種多様なコンパニオン検査をさばくため『評価表』『準備用紙』の運用
山本∙珠美（やまもと∙たまみ）、寺本∙典弘（てらもと∙のりひろ）

NHO 四国がんセンター臨床検査科

個別化医療の進展とともにコンパニオン検査業務が近年急激に増えている。提出検体の測
定方法には、免疫染色、PCR検査、次世代シークエンス（NGS）と多数の種類があり、測定
方法のちがいにより選択する検体も提出の仕方も異なる。腫瘍面積、腫瘍割合、腫瘍の量、
検体古さなどは各々の検査毎に重視される点が異なるし、提出標本の厚さ、枚数なども多
様である。検査項目を把握した標本選択や標本作成が必要とされる。
そのため当院の病理検査室では、検査項目から提出に必要な情報を把握するため，検査項
目と必要な腫瘍量，割合，標本枚数が一覧でき、病理医が提出の可否を記入する『評価表』
を作成し運用している。
また院内で実施の検査か外部委託による検査かのちがいによりオーダー方法も変わってく
る。そのため検査を依頼する臨床医との連携は重要であり当院では『準備用紙』という依頼
用紙を用い、臨床医が検体の量によりコンパニオン検査項目を選択する手間をなくし臨床
医の負担を軽減している。このような多種多様なコンパニオン診断を、がん専門病院とし
てどのように捌き運用しているかオーダーから結果報告までの臨床医との連携、病理検査
室内での病理医と検査技師との連携等を中心に報告する。

SY16-2
コンパニオン診断のコスト意識を育む
齋藤∙邦倫（さいとう∙くにのり）1、石川∙恵（いしかわ∙めぐみ）1、佐々木∙香穂（ささき∙かほ）1、立花∙誠康（たちばな∙のぶやす）1、
林∙千陽（はやし∙ちあき）1、阿部∙和子（あべ∙かずこ）1、我妻∙登志子（あがつま∙としこ）1、山田∙恵愛（やまだ∙あやちか）2、
片倉∙康敬（かたくら∙やすたか）3、原嶋∙祥吾（はらしま∙しょうご）3、岡∙直美（おか∙なおみ）3、鈴木∙博義（すずき∙ひろよし）4、
松林∙聡（まつばやし∙さとし）1、小山∙涼子（こやま∙りょうこ）1,3

1NHO 仙台医療センター臨床検査科、2NHO 仙台医療センター医師業務支援室、 
3NHO 仙台医療センター病理診断科、4みやぎ県南中核病院病理診断科

仙台医療センターは32科660床で構成され、地域がん診療連携拠点病院にも指定される。
病理組織・細胞診の症例数は、ともに年間6000件を超える。
さて、コンパニオン診断は高額な検査である。通常の組織検査に比べ10倍以上、場合によっ
ては数十倍の診療報酬点数となる。当院の一日の組織検体数は30件程度のため、とくに高
額な検査を算定漏れした場合、その影響は想像に難くない。ゆえにコンパニオン診断の頻
繁なアップデートには常に、確実な算定化への模索が付きまとう。
当院では臨床側からの要望に応える形で運用の調整が始まるが、病理検査室は臨床・医事・
外部委託契約などの情報交換の中継地点として動いている。具体的には、院内導入化の可
否の判断、外部委託業者の選定、外部委託専用依頼書・医事伝票や電子カルテの運用調整、
診療科ごとに異なるマイナールールの統合、ひいてはDPC包括からの脱却などを目指す必
要がある。
近年は臨床医のコスト意識の向上が伺える。患者への費用説明のために、概算金額を求め
られることが増えたが、その額に改めて驚く様子も見受けられる。これは好機である。治
療薬選定のために臨床の要望に沿った検査を提供する姿勢はどの検査室でも変わらないだ
ろう。これを踏まえたうえで、算定化のために必要な要望を臨床や医事に提案することは
従来の運用を見直す大きなきっかけとなりえる。
本講演では適切な算定化を目指す各施設の一助となるよう、病理検査室からの目線として
コンパニオン診断の運用開始に係る基本的な考え方に触れながら、実際に遭遇した問題点
やその改善策などを紹介する。改善の土台となるコスト意識の醸成に寄与できれば幸いで
ある。
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パネルディスカッション 2　プログラムの趣旨
臨床工学技士法の施行以来、幅広い医療技術分野で業務開拓に取り組み、専門技術を磨き
上げてきた。これら業務開拓とその確立は職務に対する情熱とモチベーションを養う上で
重要な役割を担っていた。しかし業務が一定の安定を迎えた昨今、新たなチャレンジの機
会が減少しモチベーション維持が課題となっている。本シンポジウムはモチベーションの
源泉を探求することを目的とし、キャリアを通じて持続可能な成長を目指し、個人の新た
な取り組みやモチベーション維持の方法をご発表いただき聴講者と共有したい。

パネルディスカッション 1　プログラムの趣旨
1964年に西多賀病院に初めて筋ジストロフィー病棟が開設され、今年は60年目の節目の
年となります。その後、全国に筋ジストロフィー病棟が開設され、互いに連携しながら筋
ジストロフィー患者の診療、看護、療育に力を注いできました。なかでも人工換気療法の
積極的な導入と、それによる大幅な生命予後の改善は大きな成果でした。また、われわれ
はDuchenne型や筋強直性ジストロフィーのガイドライン作成にも大きく貢献をしました。
現在ではDMDに対する核酸治療やロボットスーツによるリハビリテーション可能となって
います。一方で、障害者自立支援法、難病法、障害者虐待防止法など制定され、それに対
応しNHOの筋ジス病棟は大きな変革が迫られました。近年入院患者の高齢化・重症化が進
む中で、医療安全、接遇、感染対策など様々な課題が浮上しています。本シンポジウムでは、
これまでの経過を振り返るとともに、現状と問題点につき多職種で議論したいと思います。

SY16-7
病理医不在の病院における病理検体を用いた遺伝子検査の運用方法について
山田∙寛（やまだ∙ひろし）

NHO 舞鶴医療センター臨床検査科

当院は京都府舞鶴市に位置する病床数399床の京都府北部地域、北近畿における中核的医
療施設である。がん・成育医療の専門医療施設、精神医療の基幹医療施設としての役割を
果たしている。2015年4月には地域がん診療拠点病院、2016年4月には京都府がん診療
連携病院に指定された。当院は京都府立医科大学附属病院病院病理部との医療機関連携に
より病理診断を行っている。2018年までは病理医が当院に派遣されていたが、病理医不足
等により現在は手術材料の切り出し等を含む全ての病理標本作製を病理検査技師が行って
いる。2024年4月より遠隔病理システムを用いた病理診断を開始した。当院の病理組織検
体数、細胞診検体数共に年間約1000件程度である。近年、分子標的治療やがんゲノム医療
が推進され、悪性腫瘍の病理組織検体、細胞検体用いた遺伝子検査、コンパニオン診断の
項目数、出検数は増加傾向にある。検査項目ごとに要件も異なるため、病理検査技師の負
担は非常に大きくなっている。また、当院は病理医不在のため、複数検査項目依頼時の優
先順位や腫瘍割合の確認における検体適否、薄切枚数の決定も病理検査技師が行っている。
病理検体を用いて遺伝子検査を行ううえで、病理検査技師はプレアナリシスの段階から重
要な役割を担っている。標本作製技術の向上や検体不適とならない様な知識と経験の習得、
技師間差が出ない様にするための技術の継承、作業の効率化や標準化は急務である。今回
のシンポジウムでは、病理医不在の病院における病理検査技師の役割、病理検体を用いた
遺伝子検査の運用における病理検査技師の重要性をタスク・シフト/シェアの観点も含めて
提言する。

SY16-6
当院でのコンパニオン診断の運用状況と新規検査追加時の手順
青木∙悠真（あおき∙ゆうま）、小野∙美菜子（おの∙みなこ）、金城∙菜子（きんじょう∙なこ）、道面∙将嗣（どうめん∙まなつぐ）、
吉川∙千鶴（よしかわ∙ちづる）、村上∙麻里子（むらかみ∙まりこ）、河合∙健（かわい∙たけし）、廣瀬∙由美子（ひろせ∙ゆみこ）、
森∙清（もり∙きよし）、眞能∙正幸（まのう∙まさゆき）

NHO 大阪医療センター臨床検査科

当院は、大阪の中心部にある病床数694床の中規模がんゲノム医療連携病院である。近年
多数のがん診療コンパニオン診断検査や遺伝子パネル検査が登場したが、個々の検査項目
ごとの病理標本選択基準が異なっており、すべての検査項目ごとの標本選択基準を各医師・
臨床検査技師が把握することが困難になってきている。講演では、当院での代表的がん診
療コンパニオン診断検査や遺伝子パネル検査数のここ数年の推移や、院内・外注実施検査
それぞれの当院での運用方法などを披露したい。また、今後もさらにコンパニオン診断項
目が増加することが予想されるが、新規検査を導入する際の手順や取り組みについても紹
介する。



241

PD2-4
幹部自衛官から臨床工学技士への転身 -国のためから患者のためへ これが
私の大義の道-
中村∙祐子（なかむら∙ゆうこ）

国立循環器病研究センター臨床工学部

現在、私は、陸上自衛隊の幹部自衛官を6年間経験し、セカンドキャリアとして臨床工学技
士となり、Perfusionistとして日々切磋琢磨している。小学生の頃から医療職に就きたいと
いう漠然とした思いをもっており、大学進学の際にも医療系学部を検討していた。しかし、
当時自衛隊のイラク派遣をテレビで目の当たりし、日本の自衛隊員が世界で人道復興支援
活動ができるとは、何て素晴らしい事だと胸が高鳴った。そこで、進学先として、幹部自
衛官の育成をしている防衛大学校への進学を決め、卒業後は幹部自衛官として入隊した。
入隊後は、災害派遣や米国実射訓練等の貴重な経験をし、日々、自衛官として日本を守る
事でのやりがいを感じる瞬間も数多くあった。しかし、東日本大震災が起き、それが私の
転機となった。災害派遣においては行方不明者捜索や後方支援が主な任務であり、もちろん、
ご遺体を家族のもとに返すことや生活支援に携わることも、当時は誇りに思えた。しかし、
災害発生から72時間を超えた現場では、自分の無力さを痛感する場面が多くあり、生存
者を家族のもとに元気に帰したい、医療者になりたいという考えに変化していった。そこ
で、医療職への転職を決意し、臨床工学技士になった。臨床工学技士の面白さは、医療機
器を通して患者を見ることができ、医療機器の発展と共に患者の治療に貢献できる点にあ
る。医療現場では自分の至らなさに落胆することもあるが、月月火水木金金の精神で、私は、
これからも患者のために最高の人生を届けられる臨床工学技士を目指していきたい。

PD2-3
獣医学部大学院に挑み、パラレルキャリアの習得を目指す
四井田∙英樹（よついだ∙ひでき）、宮川∙幸恵（みやがわ∙さちえ）、樋口∙英二（ひぐち∙えいじ）、中崎∙宏則（なかさき∙ひろのり）、
藤井∙順也（ふじい∙じゅんや）、守田∙佳保里（もりた∙かほり）、丸宮∙和也（まるみや∙かずや）、町屋敷∙薫（まちやしき∙かおる）、
高橋∙駿平（たかはし∙しゅんぺい）、槙尾∙圭一郎（まきお∙けいいちろう）、伊藤∙綾乃（いとう∙あやの）、皆川∙文杜（みながわ∙ふみと）、
橋本∙奈央（はしもと∙なお）、中村∙貴行（なかむら∙たかゆき）

NHO 大阪医療センター臨床工学室

近年では「人生100年時代」と言われ、働き方や生き方の多様性が求められている。そして
長寿化に伴い、一つの職業に専念するだけでなく、複数のキャリアを並行して持つパラレ
ルキャリアの重要性が増している。パラレルキャリアは、個人の専門性を広げ、新しい視
点やスキルを獲得する手段として注目されている。私は国立循環器病研究センターや大阪
医療センターで臨床工学技士として22年間勤務し、令和6年度より自己啓発休業を取得し
て、農学部獣医学科大学院に進学した。所属は産業動物伝染病防疫学研究室であり、牛伝
染性リンパ腫の撲滅に向けた取り組みや、自治体と連携した畜産振興の活動を行なってい
る。講義では動物の解剖学や感染症学び、研究室の取り組みとして農場を訪問して研究を
行うなど、新たな知識や技術を習得することは刺激的であり、自身の成長に寄与している。
自己啓発休業は無給であり、家族扶養と宮崎県での生活費を捻出する必要があるが、この
経済的なプレッシャーも学問を極めるための重要な要素と捉え、前向きに考えている。ま
た臨床工学技士としての経験も獣医学分野にも有用であり、異なる分野間のシナジー効果
を実感している。パラレルキャリア取得は、異なる分野の知識や技術を統合し、新たな価
値を創造するプロセスであると感じている。人生100年時代において、この取り組みは個
人の充実感と社会貢献を高めるものと考えており、今後も国立病院機構で取得した知識や
技術を自分のフィールド以外の社会で貢献させたい。

PD2-2
中堅CEの今までとこれから～人は心が原動力だ～
及川∙秋沙（おいかわ∙あいさ）

NHO 岩手病院臨床工学室

私が臨床工学技士として働き始め、13年が経過しました。「中堅」と呼ばれる立場にさし
かかり、自分自身の今までを振り返って、モチベーションとなってきたものは何かを考察
します。　神経・筋疾患および重症心身障がいの専門医療施設として慢性期医療に携わり、
その中で私が特に力を入れてきたのが在宅人工呼吸療法です。学生時代にあまり学ばなかっ
た慢性期医療・在宅医療に戸惑いを感じながらも、患者様との交流や「医療機器にその人ら
しさを奪われたくない」という気持ちが原動力となり、積極的に取り組んできました。そん
な思いから、メイクアップアドバイザーの資格取得や、ボランティア活動にも参加しました。
医療とは直接関係ないと思われる経験ですが、患者とのコミュニケーションを深め、在宅
生活を支えるために必要なスキルとして、仕事にも活かされていると感じています。これ
までキャリアの停滞感を感じることなく仕事に邁進できたのは、協議会活動や技士会活動
をはじめ、様々な「人とのつながり」があったからだと考えています。女性技士座談会の開
催や、セミナー・イベントの運営に携わるなかで「自分に務まるか？」という不安や葛藤も
ありましたが、「やってみよう」というチャレンジ精神で、多くのことを学び、スキルアッ
プにつながりました。失敗や困難も経験しましたが、人との繋がりがモチベーションを刺
激して、更なる成長に導いてくれました。私にとって、モチベーションを継続するために
大切なことは「人とのつながり」と「行動力」です。今後も積極的に行動することで、臨床工
学技士として、そして一人の人間として成長し、後進にもその姿を見せられたらと思います。

PD2-1
情熱の転換：国立病院から日本酒造りへ全身全霊の挑戦
山野上∙清匡（やまのうえ∙きよまさ）

NHO 大阪南医療センター医療工学室

この度は、輝く人生と仕事：継続するモチベーションを求めてというテーマで、実際に私
のケースをお話させていただく機会をいただき、ありがとうございます。私の家系は代々
お酒つくりを生業とし、地域に密着した酒店として生計を立ててまいりました。しかし近
年では集落の少子高齢化、一次産業の不振による若年層の高知市内、県外への流出もあり、
限界集落となっています。集落の皆様に支えられて今までなんとか商いやってきました。
少しでも還元、恩返しをしたいという思いから復興へ向けた取り組みをしました。情熱の
転換：国立病院から日本酒造りへ全身全霊の挑戦と銘打ってはおりますが、お酒つくりだ
けではなく限界集落で商いをしていくために試行錯誤をしました私の稚拙な経験を提示す
ることで皆様のご参考になれば幸いです。
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PD3-2
令和6年能登半島地震における七尾病院被害状況と放射線科の対応
青島∙崇（あおしま∙たかし）

NHO 七尾病院放射線科

令和6年1月1日16時10分に石川県能登地方の深さ16キロメートルでマグニチュード
7.6最大深度7、七尾市では震度6強を観測した地震が起こった。国立病院機構七尾病院は
能登半島中部に位置し、機構内で震央から最も近い施設である。各所に甚大な被害を引き
起こした令和6年能登半島地震において、電気・中央配管以外が停止した当院の被害状況、
幹部職員、各職場長が登院できない状況の中での対応と震災時の職員の状況、慢性期医療
を提供する当院の緊急入院患者の受け入れ状況、放射線科内の被害状況と対応について報
告する。本震災を経験しての問題点、今後の災害対策、原子力災害協力施設の診療放射線
技師としての行動などの検討が必要となる。

PD3-1
診療放射線技師の支援と受援の課題
中田∙正明（なかた∙まさあき）

兵庫県災害医療センター /神戸赤十字病院放射線課

近年、地震や水害が頻回に発生している。また未曾有の感染症拡大を経験したが、政府や
自治体の多くが災害医療体制に切り替えて対応を進めた。このような状況下で我々診療放
射線技師の分野においても、被災地への派遣による支援の体制を整える必要がある。
東日本大震災以降、診療放射線技師の人的支援については、全国国立病院療養所放射線技
師会でも検討され、日本診療放射線技師会などの他の組織や団体でも取り組みが進められ
ている。令和6年能登半島地震においても診療放射線技師の人的支援は実施され、今後の方
向性や課題も見えてきた。
しかし、この支援体制が進んだとしても被災地側の医療機関で支援を受け入れる体制が整っ
ていなければ、効果的な支援には至らず、逆に混乱を引き起こすことも少なくない。
この受援については、十分に平時から準備を進めることが可能となり、重要である。放射
線部門においても、災害時に地域の住民の皆さんを守るために、必要な取り組みであると
考える。
今回、これまでの派遣経験を踏まえて、放射線部門での支援や受援体制をどのように進め
る必要があるか、検討・整理したい。

パネルディスカッション 3　プログラムの趣旨
毎年なんらかの災害が日本各地で起こっているというニュースを耳にする。他人事ではな
い災害対応。令和6年1月1日に起こった能登半島地震の経験を踏まえ、国立病院の診療放
射線技師が、被災地で働く仲間のために何ができるのか、支援・受援のために何が障害になっ
ているのか。今後起こりうる他人事ではない災害での支援のあり方について、会場の皆さ
んとディスカッションしていきたい。

PD2-5
オーストラリアへの留学を経験し国際的視野を拓く
多賀谷∙正志（たがや∙まさし）

NHO 呉医療センター ME管理室

本邦の医療機関では、臨床工学技士という国家資格を以て様々な機器の取り扱いに関する
業務が展開されている。しかし、海外の主要先進国においては本邦臨床工学技士と完全に
一致する免許制度はなく、専門的な知識・技術を要する業務ごとに認定制度を採っている
ことが多い。
臨床工学技士の業務として広く認知されている心臓血管外科手術人工心肺装置の操作も、
海外において認定制とされていることの多い業務の一つであり、そこに憧れを抱く海外志
向の臨床工学技士が一定数存在するものの、その多くが認定制度の全体像の把握に難儀し、
入口で頓挫するという話を聞く。
本発表では、海外を目指す臨床工学技士にとって有意義な情報を交えながら、オーストラ
リアで学んだ人工心肺関連業務について紹介する。
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SP1-01
医療機器の実用化に向けた日本での研究開発支援の現況
赤川∙英毅（あかがわ∙えいき）

日本医療研究開発機構医療機器・ヘルスケア事業部

日本での医療機器の研究開発及び普及の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ことを目的とした法律に基づいて定められた「国民が受ける医療の質の向上のための医療機
器の研究開発及び普及の促進に関する基本計画」は、令和4年5月31日の閣議決定にて変
更（第2期基本計画）され、臨床ニーズを見出し、研究開発から事業化までけん引可能な医
療従事者・企業人材・アカデミア人材を増加させることをゴールとして、医療機器の研究
開発の中心地としての我が国の地位を確立していくことがビジョンとして示された。
この第2期基本計画で目指すゴールに向けて整理された人材・場所等として、AMEDの医
療機器・ヘルスケアプロジェクトでは、国内外の医療ニーズを満たす医療機器を開発でき
る企業人材を医療機関において育成する事業、医療機器開発の専門的知識を有する事業化
人材を配置して地域の医療機器開発エコシステムの形成を推進する事業等により、医療機
器開発拠点の整備を進めてきた。これらのうち優れた医療機器の創出に係る産業振興拠点
強化事業では、採択された大学病院、国立病院、ナショナルセンター等の拠点がアクティ
ブに取り組みを進めており、研究開発、薬事承認、保険適用等の医療機器創出に必要な開
発ステージに応じて必要な人材を配置し、人材育成・リスキリング、スタートアップへの
伴走支援を実施できるよう一層の整備を図っている。
各拠点のアクティビティに応じ、上市に向けた研究開発を支援する実践的な人材育成が奏
効することで、優れた医療機器の創出が促されるように各拠点にも更なる躍進が期待され
ている。

特別企画 1　プログラムの趣旨
医療現場では、医薬品に加えて大小様々な医療機器・ヘルスケア関連製品が、医師と多く
のコメディカル部門専門職によって使用されている。大学病院等の高度先端的医療機関と
は異なり、多くの国立病院機構所属病院は一般病院に分類されるが、そこで使用される医
療機器・ヘルスケア関連製品は今後、急速に進行する人口の少子高齢化、医療費削減、医
療現場の働き方改革等、様々な社会的課題に対応すると同時に、全医療職/全医療現場のニー
ズにマッチした製品であることが求められる。そこで本セッションでは、本邦における医
療機器・ヘルスケア関連製品開発の現況と、国立病院機構内の様々な医療専門職の医療機器・
ヘルスケア関連製品開発に関わる取り組みを紹介し、当該領域における国立病院機構の今
後の役割とその方向性を議論する。

PD3-4
被災地で働く仲間のために出来ること
加藤∙芳人（かとう∙よしと）

NHO 東京医療センター放射線科

国立病院機構では、令和元年に開催した病院長会議等において、SUREプロジェクト「中長
期的視点に立ってNHO全体を通暁する骨格再構築WG（基本的考え方編）報告書」を説明し、
今後の国立病院機構における全ての取組を貫く理念の一つとして、「災害時等の危機管理に
強いNHO」を掲げている。　そして、その実現に当たっては、災害時等の危機管理が必要
となる場合において、病院・グループ・本部が一体となり、高い透明性をもって迅速かつ
適切な対応を行うとともに、被害を最小限にとどめることを目的として、特に重要性が高
いと認識される事象（地震、大雨・台風、大雪、火災、停電等20項目）について、初動対応
及び本部への報告基準等をまとめた「危機管理対応アクションシート」に基づき報告のあっ
た事象について、本部内における対応フローをまとめた「危機管理に関わる本部内対応フ
ロー」が策定され、令和元年台風19号や令和6年能登半島地震などでは、迅速な対応へと
活用することができた。　ひとたび自然災害が起きれば、災害に巻き込まれ被災するのは
診療放射線技師職も例外ではなく、被災地のニーズに応じて支援活動を実践するための体
制および対応方法にかかわる部分で機構本部の役割は重要と考える。また、病院における
被害状況（人的・物的被害）やライフラインの途絶等を鑑みた診療への影響を判断し、職員
の参集状況報告からアクションシートに基づき集めた情報を機構本部内でとりまとめ、現
地の受援体制の状況把握から支援体制の構築を速やかに行うことで、被災地で働く仲間を
切れ目なく支える事により、災害時における病院の診療機能を継続させ、住民の皆さんを
守ることにつながると考える。

PD3-3
被災患者受入れ施設の病院対応と教訓
池本∙智博（いけもと∙ともひろ）

NHO 金沢医療センター中央放射線部

令和6年1月1日16時10分に石川県能登地方でマグネチュード7.6の「令和6年能登半島
地震」が発生した。元旦の発災ということもあり帰省中、避難中の職員もいたなか金沢市近
辺にいて身近な安全が確保できた職員は自主的に登院し災害対策本部の設置、被災状況や
装置の動作確認をした。地域の災害拠点病院として職員及び病床を調整し被災地からの患
者受入れ、医療救護チームの派遣、応急資機材の貸出しなど行った。また発災後、患者受
入れの急増が予想されたため休眠病棟（42床）を開棟し全国国立病院機構からの医師、看護
師の応援派遣により被災者の受入れに対応した。毎年院内において多数傷病者受入れ災害
訓練や大地震を想定した災害対応机上訓練（エマルゴ訓練）を行っているが本部運営や患者
受入れにおいて訓練を生かすことができ、改めて訓練の大切さを感じた。今回の震災を経
験し病院としての準備や対応,教訓について報告する。金沢には金沢市直下を縦断するよう
に走る活断層帯「森本・富樫断層帯」があり地震が起こる確率が全国的にみても高い部類に
入っている。今後当院が被災地となる可能性が十分にあることを意識し、被害を想定して
災害時の病院対応など準備すべきことをさらに検討していかねばならない。
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SP1-05
国立病院機構各専門職の取り組みの紹介：臨床工学技士の立場から
岡本∙明子（おかもと∙あきこ）1、田中∙里奈（たなか∙りな）1、阪上∙雄三（さかがみ∙ゆうぞう）1、井上∙康（いのうえ∙やすし）2、
新井∙徹（あらい∙とおる）3

1NHO 近畿中央呼吸器センター医療機器管理室、2NHO 近畿中央呼吸器センター麻酔科、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター

【自己紹介】大阪府南部堺市にある近畿中央呼吸器センターは呼吸器専門病院で、臨床工学
技士は通常業務の他、必要な器具が高額であったり、販売されていない場合、代用品を探
したり、既存品を改良したり、時には一から作成し、臨床医の意向に沿うよう努めている。

【開発発表の経験】集中治療室で新しく購入したベッドについての医師と看護師の会話の中
で、「多連三方活栓が探しにくい」という問題提起がなされたことが、今回の開発の始まり
である。【開発から見えた課題】BiANPSで縁のあった企業様に実際にベッドを見ていただき、
必要とされる器具について要望を伝えたが、全ての問題の解決には至らなかった。器具の
イメージがうまく伝わらないと考え、まず、試作品を自作し、病棟で実際に使用した。試
作品は概ね好評ではあったが、更なる改良を目指して、自作品をもとに、ある企業と共同
開発することとなった。COVID蔓延時期と重なり、開発には苦労をしたが、共同開発の試
作品は、自作品に比べて、麻酔科医に非常に好評で実用化に向けて大きく前進したと感じ
ている。現在は他社、他国からの知財保護が大きな問題である。【国立病院機構の皆様への
提言】各病院の医療職員は日々工夫をしながら職務についている。その創意工夫は全国の医
療従事者が待ち望んでいることだと考える。【まとめ】医療従事者の仕事は一つの間違いが
死に直結する。少しでもリスクを減らすため、非常に高い要求水準で新たな器具が望まれ
ている。企業様には、その期待に根気よくお付き合いいただきたい。

SP1-04
国立病院機構各専門職の取り組み紹介：医師の立場から
横山∙省三（よこやま∙しょうぞう）

NHO 南和歌山医療センター外科

発明家エジソンに憧れた、そんな方が多いのではないでしょうか。日常診療において、こ
んなものがあったらいいなあと思うことがあります。個人で思っているだけではアイデア
は浮かんでは消えていきます。実現のために“つながり”が必要です。私がこれまで取り組
んできた製品開発についての経験をご報告させていただきます。私は腹腔鏡手術で現在使
用できる手術器具の範囲内で新たな腹腔鏡下手術補助器具を考案し実用新案に登録しまし
た。しかしながら、個人や病院単位ではそれをさらに発展することは難しい状況でした。
国立病院機構つながりから Bi-AMPSの存在を知り、ご協力のもと現在企業様と開発を開始
することができました。Bi-AMPSを中心としたチームのご協力によりアイデアが現実に近
づくと考えます。また、昨年2月に行われた第3回国立病院機構医工連携マッチングフォー
ラムにて“関節のある腹腔鏡手術用持針器”、“色違いの糸付き縫合針セット”を発表させて
いただき、それぞれ2社と1社にご面談させていただきました。医療側からイメージを企業
の技術に当てはめようとするため、技術がマッチすれば話が進みますが、合わないと開発
が難しくなります。また、これまで医療機器を扱っていない企業様は参入しにくい印象が
あります。医療従事者側から企業様への一方向の提案では企業の技術やニーズにメットす
ることが難しく、企業様の持っている技術を知ったうえで、その技術を医療現場でのアイ
デアにつなげる試みが必要であると考えます。 “製品開発にノウハウを持ったチーム”およ
び“企業様と医療従事者との双方向でアイデアの交換”が必要と考えます。

SP1-03
全医療職/全医療現場が参加する医療機器・ヘルスケア関連製品開発拠点

（Bi-AMPS）の取り組み
金村∙米博（かねむら∙よねひろ）

NHO 大阪医療センター臨床研究センター

医療の実践には、医薬品に加えて大小様々な医療機器・ヘルスケア関連製品が使用される。
そのユーザーは医師に限定されず、看護師、技師/技士等の種々のコメディカル部門人材が
共通使用するものが多数あり、医療機器・ヘルスケア関連製品開発には全医療職が有する
専門的知識を活用し、全医療現場が支援する研究開発体制の構築が求められる。大阪医療
センターでは、日本医療研究開発機構（AMED）「次世代医療機器連携拠点整備等事業」（令
和1年-5年度）にて、「全医療職ニーズ/シーズ収集をワンストップで実現する次世代医療
機器連携拠点」（Bi-AMPS拠点）を設置し、大阪商工会議所と連携して医療機器・ヘルスケ
ア関連製品の開発支援体制を構築してきた。Bi-AMPS拠点は、医療機器・ヘルスケア関連
製品の創出を目指す企業人材と医療専門職（医師、コメディカル部門スタッフ）の双方が製
品創出までの一連の開発プロセスの実践に必要な専門的知識をリスキリングするための教
育支援を行う「人材育成研修事業」、全医療専門職を技術評価者として活用して製品開発計
画への助言・指導を行い、その精緻化を支援する「ユーザビリティー評価事業」、医療現場
/医療専門職が有する製品開発に資するニーズを、企業人材が効率的に発見するための場の
提供を行う「医療現場発ニーズ/シーズマッチング事業」の3事業を柱として医療機器・ヘル
スケア関連製品開発の支援を行い、令和6年度には新たにAMED「優れた医療機器の創出に
係る産業振興拠点強化事業」に採択され、更にその拠点体制の強化に取り組んでいる。本発
表ではBI-AMPS拠点活動の概要を報告し、今後の方向性を考察する。

SP1-02
国立病院機構（NHO）の臨床研究インフラと支援体制
齋藤∙俊樹（さいとう∙としき）

NHO 本部総合研究センター臨床研究支援部

国立病院機構（NHO）は、充実した臨床研究インフラを有しており、本部総研、臨床研究セ
ンター・臨床研究部、NHOネットワークグループなどがその基盤を支えています。NHOネッ
トワークグループは、実績ポイントによる公平な運営が特徴であり、また外部アカデミア
とも連携しています。また、NHO内部には研究予算があり、NHO共同臨床試験やPI育成
枠も存在します。NHOは中央IRB、ARO研究相談、ARO機能（調整事務局、データマネジ
メント、モニタリング、統計解析、薬事）を通じて多岐にわたる研究支援体制を提供してい
ます。特に、PMDA勤務経験者による医療機器に関する戦略相談をお受けすることが可能
です。さらに、看護研究やリハビリ等のコメディカルの研究が盛んであり、それらはNHO
共同臨床研究の一覧、論文業績、薬事承認業績、ガイドライン収載業績など多くの研究ア
クティビティーにより確認が可能です。
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SP1-09
大阪医療センター＋日本山村硝子共同開発　嚥下困難者向けトロミ剤
シェーカーカップ「ぴったりトロミがつくカップ」開発
岡部∙泰幸（おかべ∙やすゆき）

日本山村硝子株式会社プラスチックカンパニー営業部

誤嚥や嚥下困難に不安を抱えているのは高齢者だけでなく、小児・成人も同様です。水分
を摂取するという当たり前なことに、日々、気にしながら、生活をされている状況に、ご
本人やご家族の為に、「あったらいいね！」を考えました。1914年創業の日本山村硝子は、
ガラスびん、プラスチックの長年の開発・成型技術を駆使して具現化する事を得意とし、
大阪医療センター様は全医療職ニーズ・シーズ収集をワンストップで実現する次世代医療
機器連携拠点を掲げています。両者がタッグを組み、「ぴったりトロミがつくカップ」を共
同開発・上市をしました。【目的】・加齢によって嚥下機能が低下した高齢者だけでなく、
脳性麻痺、筋ジストロフィーなどによる嚥下困難な小児、脳梗塞などの脳血管疾患を患っ
ている成人など、年齢に関わらず不安を抱えている方にはトロミを付けて水分摂取する必
要があります。・お一人おひとりに応じたトロミの粘度を実現するためには、適切な増粘剤

（トロミ剤）と水分量の計測・攪拌が必要ですが、使用する道具が複数あることで、準備や
手間に費やす労力が負担となっていた。・そこで、トロミ剤計量スプーン、攪拌用のスプーン、
計量カップ、飲用カップを一体化した、オールインワンカップを開発！【有用性】・水分に
適切なトロミが容易につけられることで、誤嚥性肺炎発生軽減に寄与。・トロミのつけ過ぎ
による、利用者のトロミへの嫌悪感を減らし、水分摂取を促進する事で食欲増進に貢献。 ・
医療・介護現場のみならず、自宅でのトロミづけも簡便に行え、利用者のご家族の負担も
軽減。【利用者様の声】ご利用者やご家族から多く寄せられている喜びの声を会場で紹介し
ます。

SP1-08
リハビリテーション機器開発の必要性と可能性
町野∙豊（まちの∙ゆたか）1、藤本∙康之（ふじもと∙やすゆき）1、林田∙佳一（はやしだ∙けいいち）1、井上∙貴美子（いのうえ∙きみこ）1,2

1NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科、2NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

【背景】 リハビリテーション機器の目的としては、リハビリにおける支援や生活期における
自立支援や介助者支援などがある。リハビリ機器の市場は、HAL（R）（Hybrid Assistive 
Limb）など機能回復を促進する機器、義肢装具などの機能の代償を図る機器、意思疎通支
援装置や入浴補助用具などの日常生活補助機器、歩行器などの移動を支援する機器などに
分類されている。厚生労働省が公開している介護保険事業状況報告によると令和3年度福祉
用具貸与の年間費用額は3936億円で市場規模はとても大きい。また、高齢社会における慢
性疾患の有病率の上昇、急性疾患の発症率の増加に加えて、医療従事者の減少・働き方の
変化にて今後のリハビリ機器の需要は高くなると考える。【現状】 機器開発のニーズ・シー
ズそのものは、臨床現場に数多く存在している。このため商品化できれば、リハビリスタッ
フの問題解決や患者さんの生活の質の向上に寄与できるものが多くある。開発といっても
大がかりな機器だけではなく、少しの改良で商品化できるものもある。ただいずれにして
も企業の専門的知識・技術・材料が必要であり、アイデアがあっても開発を断念せざるを
えないのが現状である。また、企業側からみてもニーズ・シーズやマーケット規模の把握、
開発のターゲットの設定も難しいため医療機器分野に参入しづらいのではと考える。【取り
組み事項】 医療従事者目線でのニーズ・シーズのプレゼンテーションを聞いて頂き、アイデ
アに対して企業側が開発をできる環境であれば、新しいビジネスチャンスを創り出そうと
する企業側からの期待に合致できると考える。2023年に行った内容と企業との共同開発の
経験をお話致します。

SP1-07
国立病院機構各専門職の取り組みの紹介：診療放射線技師の立場から
水野∙雄貴（みずの∙ゆうき）

NHO 大阪医療センター放射線科

【背景】2012年に大阪医療センターに入職し放射線診断および放射線治療に従事してきた。
また2019年より次世代医療機器連携拠点整備等事業に参画し、医療機器・雑品の開発を行っ
てきた。

【目的】次世代医療機器連携拠点整備等事業に携わってきた5年間で行ってきた医療機器・
雑品の開発について報告する。

【方法】国立病院機構医工連携マッチングフォーラム・次世代医療システム産業化フォーラ
ム特別例会にて医療現場でのニーズを発表し、シーズを持つ複数の企業と面談を行った。

【結果】合計6つニーズが企業の持つシーズと合致すると判断し、6社と秘密保持契約（以下
NDA）を締結した。うち3つのニーズは製品の具体性が出てきたため共同研究契約を締結
した。うち1つのニーズは試作品完成後、倫理委員会に研究計画書を提出し、臨床研究を行っ
た。2024年現在では、臨床研究を行ったものを含め共同研究契約を締結した2つのニーズ
開発は中止となり、進行中のものは1つとなった。

【考察】ニーズ発表では医療現場を企業側に伝えるため、平易な文言や図、写真などを使用
した。その結果、面談はスムースに行うことができ、NDA締結まで至ることができた。共
同研究契約を締結したが中止になったニーズ開発は、企業側より継続困難であると申し出
があったためである。また臨床研究まで進んだニーズ開発は、臨床現場で使用して問題点
が判明したが、その問題点を解決することは困難だと医療者・企業が判断したため中止に
なった。進行中のニーズ開発については、上市に向けた協議を進めている。

【結語】臨床研究センターの支援があり、実業務を行いながら医療機器開発に取り組むこと
ができる取り組みであった。

SP1-06
国立病院機構各専門職の取り組み紹介：看護師の立場から
山中∙真美子（やまなか∙まみこ）

NHO 大阪医療センター看護部

国立病院機構における医療機器等開発の取り組みについて、看護師の役割は非常に大きい
と考えている。医療機器開発と聞くと、最先端の医療器具や手術器具など、専門性の高い
医療者が考え、開発を行うものだというイメージが強い。私自身もそのように思い、自分
とは関係のない世界の話だと考えていた。しかし、看護師が、日々の患者との関わりの中
で感じている繰り返し生じる不具合や不確かさや「当たり前」とか「仕方がない」という言葉
で諦めていることを、ニーズとして発表することで、何かが少しでも変わるかもしれない
という大きな可能性があるということを国立病院機構の看護師の皆様にお伝えしたい。
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OR1-1
情報伝達エラーを回避するための取り組み～ SBARトレーニングを実施し
て～
中村∙陽一郎（なかむら∙よういちろう）、陣内∙紀子（じんのうち∙のりこ）、古川∙淳（ふるかわ∙じゅん）、田中∙淳（たなか∙あつし）、
松鳥∙早紀（まつとり∙さき）、荒木∙久美子（あらき∙くみこ）

NHO 東佐賀病院看護部

【はじめに】医療機関で発生している医療事故において、情報伝達エラーに関する報告は少
なくない。情報伝達エラーを回避するためにSBAR活用が有効と言われている。今回A病院
に勤務する看護師へSBARトレーニング（以下トレーニング）を実施したため、その効果に
ついて報告する。【目的】看護師へトレーニングを実施することで、医師への情報伝達能力
が向上するか検証する。【方法】医師参加のもとで看護師対象にトレーニングを実施し、ト
レーニング前後で医師へアンケート調査を実施する。医師のアンケートについては先行研
究を参考に作成し、前後で比較検討する。【倫理的配慮】A病院の倫理審査委員会の承認を
得て実施した。【結果】医師のアンケート結果をトレーニング前後で比較すると11項目中7
項目で「できている」「少しできている」の割合が増加した。一方で11項目中4項目で「でき
ている」「少しできている」の割合が減少した。減少した項目は主に患者背景に関する項目
であった。【考察】医師のアンケート結果では、11項目中7項目において「できている」「少
しできている」の割合が増加した。これはトレーニングを行うことで医師・看護師共にコミュ
ニケーションを標準化するツールについて認識し、報告基準が明確になった結果と考える。
一方で、患者背景については多くの情報の中から、医師が状況を理解するのに必要な情報
を吟味して報告する必要があり、トレーニングだけでは医師が期待する情報伝達までには
至らなかったと考える。【結論】トレーニングを行ったことで、医師からみた看護師の情報
伝達能力は向上した。患者背景については課題が残った。

オーガナイズドセッション 1　プログラムの趣旨
患者に安全な医療サービスを提供することは、医療の基本です。そして、安全な医療サー
ビス提供のためには、各施設で医療安全を推進する組織体制の構築や安全文化を醸成して
いく必要があります。すでにあの手この手で医療安全推進のための取り組みがなされてい
る中、現場で直面する種々の課題に対し、今までとは違った角度から新しい試みに挑戦す
ることで、さらなる解決の糸口が見えてくることを期待し、今回のセッションを企画しま
した。

特別企画 2　プログラムの趣旨
様々な医療現場並びに医療専門職が必要とする医療機器・ヘルスケア関連製品開発に資す
るニーズを発見することは、新たな製品創出を行う上で、最も重要な開発プロセスの一つ
である。そこで本セッションでは、国立病院機構所属病院の各領域の医療専門職から、そ
れぞれの領域の医療ニーズと製品開発提案の発表を行い、企業等とのマッチングを試み、
新たな製品創出を行うための共同研究開発体制構築の可能性を探求する。

SP1-10
医療機器開発におけるグローバルエコシステム構築に向けた取組み～医療
機器開発支援プラットフォームのご紹介～
槇山∙愛湖（まきやま∙あこ）

大阪商工会議所産業部

大阪商工会議所は、全国に先駆けて健康・医療を戦略分野に位置づけ、創薬、医療機器開
発の最先端医療から、日常のヘルスケア、スポーツによる健康増進まで、健康・医療を幅
広く捉えた産業振興に注力している。医療機器分野においては、異業種から医療分野への
新規参入や新ビジネス創出を目的とした、全国最大規模の医工連携プラットフォーム事業

「次世代医療システム産業化フォーラム」を通じて、四半世紀に亘り、医療機器開発のあら
ゆるステージを対象とした事業を展開。数多くの医療機器開発プロジェクトの創出や事業
化の実績を重ねている。最近では、社会課題に連動した医療ニーズにも注目し、医療を提
供する場面で必要となる次世代の医療機器の創出のみならず、医療従事者の負担軽減や患
者が快適な医療を受けるための環境を整える「優しい病院」の実現に向けた取り組みも推進。
今後、国内外の支援ネットワークを生かした医療機器開発のグローバルエコシステム構築
に向けた取組みを加速化する。
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OR1-5
医療安全担当副看護師長としての多職種を対象とした医療安全行動遵守の
実践報告
長谷川∙真未（はせがわ∙まみ）、白濱∙奈歩（しらはま∙なほ）

NHO 東京医療センター看護部

医療安全担当副看護師の業務内容は看護部だけでなく、院内全体の医療安全に係る業務を
中心に主に以下の内容を行っている。1．提出されたインシデントレポートを集計し、発生
事例の把握、要因分析の実施。その後、各部署が対策を立案実施できるよう支援。2．事例
発生時に医療安全管理係長と共に部署へヒアリングを実施。事例発生の影響拡大防止。3.　
医療安全に関わる委員会（当院では、医療安全管理委員会・部門責任者部会・看護部医療安
全推進担当者会議）の資料作成補佐。4．医療安全関係マニュアル等の手順書の整備を院内
の関係部署と協力し実施。5．教育担当看護師長と事例共有し、院内教育への活用。6．各
部署での医療安全行動遵守確認と指導。業務内容の具体的な取り組みとして、教育担当副
看護師長と月に1回、特に新人看護師や卒後2年目看護師のインシデント事例を対象に共有
を行っている。医療安全と教育の視点から事例の分析、共同で現場ヒアリングを行い、事
故被害の拡大を防止するための有効な対策を立案している。また各部門への医療安全行動
遵守状況の確認として、患者確認の場面設定し患者確認状況の実施について自己評価を依
頼している。コメディカル部門は場面を設定し、毎月自己チェックを実施し患者確認の実
施状況は100％である。 事例発生時も複数名の看護師が専従配置されていることにより、
医療安全管理係長がタイムリーに事例対応することができ、危機管理の向上にも寄与して
いる。今後はさらに医療安全推進担当者への教育を実施し、現場での医療安全行動の遵守
確認について今まで以上に参画していきたい。

OR1-4
A病院における分娩期インシデントレポート報告の実態調査～医療安全教
育の在り方の示唆を得る～
尾崎∙麻美（おざき∙あさみ）、甲斐∙あゆみ（かい∙あゆみ）、竹浦∙和子（たけうら∙かずこ）、吉村∙真紀子（よしむら∙まきこ）、
江藤∙真理子（えとう∙まりこ）、佐藤∙照子（さとう∙てるこ）

NHO 小倉医療センター産婦人科

【はじめに】A病院では、助産師への聞き取りから分娩期の危機管理面における気づきが全
体で共有されていない現状があった。そこでインシデントレポートを共有・分析すること
で、潜在的な重大事故を未然に防止できると考えた。【目的】どのような要因が分娩期イン
シデントに影響を及ぼしているのかを明らかにし、分娩期における医療安全教育の在り方
の示唆を得る。【方法】1.量的および質的記述的研究デザイン　2.方法：データは令和5年4
月～ 10月の分娩期インシデントレポート28件。産科的ハイリスク群・産科的ローリスク
群に分け、インシデント発生の有無でχ2検定実施。レポートの自由記述については、内容
分析法を用いた。【結果】検定の結果、有意差はなかった。インシデント発生要因では10個
のカテゴリーが抽出され、[ルールの不徹底]、[確認]、[過信]、[個人の要因]の順で多かっ
た。コードには、インシデント発生時の当事者を取り巻く様々な背景や心情があった。【考
察】産科的ハイリスクの有無とインシデント発生の関連はなかったことから、ハイリスク因
子に捉われないインシデント防止策と医療安全教育が必要である。インシデントが発生し
たヒューマンエラーに着目するのではなく、その行動に至った背景や環境、システム等様々
な原因を分析することがインシデント対策へ繋がると考える。【結論】分娩期のインシデン
ト要因は、[ルールの不徹底]、[確認]、[過信]、[個人の要因]などであった。分娩期にお
ける医療安全教育の在り方としてリスク因子のみに着目しない取り組みと、インシデント
の原因究明に繋がるレポートの書き方を示していくことが必要であることが示唆された。

OR1-3
2022年・2023年の当院における人工呼吸器関連のインシデントの解析、
その要因と対策を考える
角∙謙介（すみ∙けんすけ）1,2,4、川端∙成佐（かわばた∙なりさ）2,3、西田∙憲二（にしだ∙けんじ）3、川原∙英次郎（かわはら∙えいじろう）3、
三橋∙寿子（みつはし∙ひさこ）4、丸宮∙千冬（まるみや∙ちふゆ）4

1NHO 南京都病院呼吸器センター、2NHO 南京都病院医療安全管理室、3NHO 南京都病院看護部、 
4NHO 南京都病院臨床工学室

【目的】当院における人工呼吸器関連のインシデントを振り返り、要因と対策について検討
を加える

【方法】当院の院内インシデント管理システムを用いて、人工呼吸器関連のインシデントを
抽出した。レベル・カテゴリーに分類して傾向を把握し、医療安全管理室による対策の効
果も検証した。

【成績】人工呼吸器関連のインシデント総数は2022年45件、2023年61件と増加してい
た。しかしレベル別の内訳でみると、レベル2以上のインシデントは9件→9件と変化がな
かったのに対し、レベル1以下のインシデントが36件→52件と増加していた。内容の内
訳で見ると、2022年は人工鼻、2023年は加湿加温器に関するインシデントが増加してお
り、この二件については医療安全管理室から医療安全ニュースを発行して院内に注意喚起
を行っていた。結果、前者はインシデントが0.67件/月→0.50件/月と減少し、後者は1.25
件/月→1.00件/月と減少した。

【結論】今回インシデントの傾向と要因を分析し、焦点を絞った注意喚起を行ったことが、
効率的にインシデント減少に寄与したと考えられた。人工呼吸器関連のインシデントは患
者生命に直結する。多忙を理由にして疎かには出来ない中、効率的・実効的なインシデン
ト対策が重要と考えられる。

OR1-2
患者急変対応の放射線技師教育におけるVirtual Reality訓練の試み:視点
の違いによる比較
奥山∙舜（おくやま∙しゅん）、南木∙高良（なんぼく∙たから）、中嶋∙啓貴（なかじま∙ひろき）、田中∙俊光（たなか∙としみつ）、
西塔∙達哉（さいとう∙たつや）、藤居∙駿生（ふじい∙はやき）、櫻井∙將喜（さくらい∙まさき）、西井∙達矢（にしい∙たつや）、
福田∙哲也（ふくだ∙てつや）

国立循環器病研究センター放射線部

【目的】
患者急変時の対応教育には実地訓練が望ましいが、現実的で継続的訓練のためにも動画視
聴で代用されることが多い。より没入感の高いVirtual Reality（VR）動画は教育効果を高め
る可能性があるが、最適なカメラ設置位置は不明である。本研究は、撮影視点の異なる急
変時シミュレーションVR動画が視聴体験に与える影響を調査した。

【方法】
初めに、造影CT検査後に急変した患者を初期対応するシナリオを作成した。患者役はフッ
トファーストで寝台に寝た状態でシナリオに沿った急変時シミュレーションを行い、その
様子を患者近景用と遠景用の2箇所に設置した360度カメラを用いて撮影した。近景視点、
遠景視点のカメラはそれぞれ、ガントリから0.3m、寝台から0.6mの患者右側、ガントリ
から3.0m、寝台から2mの患者左側で、地上高1.5mの高さに設定した。2視点の360度
VR動画を、HMDを用いて試聴できる環境を準備し、診療放射線技師28名に2視点の360
度VR動画を、それぞれランダムな再生順にて視聴した。

【結果】
全26人（女性7名）の診療放射線技師業務の経験年数は中央値11年[IQR 6-18.75]であっ
た。患者近景側は、遠景側よりも没入感があり、患者の表情や人の動きをより観察しやす
く解像度が高いとして、16名（62％）において教育効果が高いとの回答を得た。また23名

（89％）は全体像を遠景で確認した後に、近景の動画を試聴することが好ましいと答えた。
一方で、VR酔いは9名（15％）が両視点ともに経験し、14名（54%）は近景でのVR酔いが
強いと報告した。

【結論】
近景側のVR動画は没入感が高く、得られる情報量が多く解像度が高い。複数の視点での動
画試聴により教育効果を高めることができる。
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OR2-2
「家で看たい」を実現するために　～有期有目的入所から在宅生活へ～

稲田∙輝（いなだ∙ひかる）

NHO 南京都病院療育指導室

【はじめに】当院は長期入所（療養介護・障害児入所支援）病床140床を有し、空床型で医療
型短期入所を行っている。【本人・家族の状況】A児（未就学児）重症新生児仮死　新生児低酸
素性虚血脳症後遺症　脳性まひ　症候性てんかん、気管切開・胃ろう造設後　人工呼吸器
使用　5人家族【経過】母より、父が大声を出すなどの状況がある旨連絡が入った。A児の命
に関わる可能性も想定し、両親納得の上、緊急避難的に短期入所で受け入れた。両親との
面談の中で、A児の医療的ケアのため十分な睡眠時間を慢性的に確保できていなかったこと
が両親の精神的・身体的な負担の一つの要因とであることが分かった。入所した経緯を踏
まえると、簡単には退所させられないが、両親と面談を重ねてもA児を家で看たいという
意志が強かった。そこで有期有目的入所に切り替え家族等への相談援助や退所後の在宅生
活の整備（児童発達支援への通所や訪問系サービスの調整）、医療的ケアの軽減について多
職種で支援を行い、退所された。【考察】「家で看たい」という両親の思いを大切にしながら
も、A児の安全が確保されるよう支援を実施していくことが重要であると考える。これらを
実現するための一つの手段として、有期有目的入所は有効であり、入所の目的や退所の時
期を明確化し、A児に関わる関係者が共通認識を持って、在宅調整等の支援にあたることで
きると考える。また、有期有目的入所は医療型短期入所のように医療行為の算定に制限は
ないため、入所中の治療も安定的に行えることも安心につながると考える。今後は医療型
短期入所の利用期間を調整するなど、安心して在宅生活が続けられるよう引き続き支援し
ていく予定である。

OR2-1
神経・筋疾患患者が安心して地域で生活するためのシステム構築-ALS患
者における病院間連携について考える-
今野∙篤（こんの∙あつし）1、伊藤∙喜美子（いとう∙きみこ）2、荒木∙信之（あらき∙のぶゆき）3、石島∙志保（いしじま∙しほ）4

1NHO 千葉東病院看護部、2NHO 千葉東病院脳神経内科、 
3千葉大学大学院医学研究院地域医学教育学,医学研究院脳神経内科学、 
4千葉大学医学部附属病院看護部

【はじめに】地域包括ケアシステムの推進において、医療・介護・地域との連携体制の重要
性が増している。しかし連携がサマリーなど限局的な情報共有のみであり、充実している
とは言い難い。今回、筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者において、A大学病院と合同カンファ
レンスを開催し問題の共有を行い、今後の連携強化のためのシステムつくりの構築につい
て検討を行ったことを報告する。【目的】病院間で継続診療を受けるすべてのALS患者・家
族に対して、疾患の理解や意思決定支援について情報共有を行い、患者・家族の支援が行
える。【方法】1．ALS患者の医療、看護の課題について両病院ごとにKJ法を実施。2．1の
結果を合同カンファレンスで共有。3．患者事例検討。4．問題の抽出。5．連携強化のた
めのシステム作り。【結果】継続診療をする病院間での情報不足や、病院ごとに患者の疾患
理解や受け止めに差があることがわかった。病院間での情報共有を診療情報提供書だけで
なく、看護・リハビリテーションサマリーを提供することとした。しかし事例検討から患
者の言動や意思決定支援において、乖離が生じていることがわかった。診療情報提供書や
サマリーでは伝えきれない情報をどのように共有していくかが今後の課題としてあがった。
またA大学病院においてはALS患者の終末期対応経験が乏しいため、患者・家族への支援
が不十分であると感じていることがわかった。今後はALS患者の事例検討を中心に病院間
の合同カンファレンスを継続して開催することとしている。【結論】A大学病院とB病院での
連携だけでなく、地域医療機関と連携を密にしていく必要があり、そのためのシステム作
りの構築を模索している。

オーガナイズドセッション 2　プログラムの趣旨
国立病院機構の果たすべき役割の一つに、民間の医療機関ではケアの提供が困難な重症心
身障害や筋ジストロフィーなどに対して、集学的な医療及びケアを提供するセーフティネッ
ト系医療がある。ノーマライゼーション思想の普及により、こうした疾患でも在宅療養を
希望する患者が増えているが、在宅への安全な移行と維持においても療養介護病棟の果た
す役割は大きい。一方で、入院患者では身体的重症度に加え意思疎通や中枢神経障害を抱
える患者が増加しており、ケアの困難さは高くなっている。これらの課題に対し、私たち
は多職種でのチーム医療で、その人らしく快適に療養生活を送れるように、医療的ケアや
機能訓練の提供、環境整備や療養生活支援など集学的な対応に努めている。このシンポジ
ウムでは、地域移行や意思疎通支援、意思決定支援など最近の課題事項について皆様とディ
スカッションし、療養介護ケアの意義や役割を再認識する機会としたい。

OR1-6
AI時代にこそドラッガーのマネジメント理論を活用した医師の医療安全の
取り組みについて
大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）1,2、先城∙千恵子（せんじょう∙ちえこ）1、山本∙暖（やまもと∙だん）1、稲垣∙優（いながき∙まさる）2

1NHO 福山医療センター医療安全管理部、2NHO 福山医療センター消化器外科

【背景と目的】AIが画像診断や診断支援等医療の分野でも取り入れらようとしている。ドラッ
ガーのマネジメントは発表されて50年になるが、マネジメントにおける人が最大の資産
であると言う考えがこのAIの時代にこそリスクマネジメントにおいても有用ではないかと
考え考察したので発表する。【方法】マネジメント理論に沿って医療安全の定義を定め、目
標設定を行い、マーケティング（情報収集）、イノベーション（業務改善）を行った。目標は
患者安全であり、コミュニケーション能力の向上と医療安全の風土醸成こそが重要と考え
2018年に医療安全管理部長に就任後、様々な取り組みを行った。毎月医療安全NEWSを
発行して診療会議で発表した。内容は医療安全だけでなくインシデントや裁判事例も取り
入れて興味を持ってもらうようにした。医師からのインシデント報告も全体の2.7%と低調
で医療安全に対する意識も希薄であったので「医師がインシデント報告をすべき25項目」を
作成し目標設定を行った。各病院で問題となっていた重要検査の未既読にも取り組み、未
既読システムを導入するだけでなく、コミュニケーションにより改善を行った。ICの内容
やインシデント発生時や急変死亡時の対応も改善して行った。【結果】インシデント報告は
2017年は78件（2.7%）であったが、2023年は129件（7.5%）になり、目標とする10%
を越える月もあった。重要検査の未読率は2019年12月画像診断184/2291件（8%）、病
理108/449件（24%）であったが、2023年1月に両者0%となった。急変死亡時の対応も
適切にAiや検視が行われるようになった。【考察】マネジメント理論を活用してリスクマネ
ジメントを行うことは有用であると考えられた。
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OR2-6
筋ジストロフィー患者の終末期における患者・家族の意思決定を支える関
わり
命苫∙みすず（めいとま∙みすず）

NHO 大阪刀根山医療センター看護

【はじめに】COVID ‐ 19禍による面会制限のある中で急激な病状の悪化がある筋ジストロ
フィー患者と家族の思いを尊重した意思決定を支える関わりを行ったので報告する。【事例
紹介】A氏50歳代男性。手足・舌のこわばりの自覚症状が10年間あったが日常生活は自立
していた。今年に意識障害が出現し、筋硬直性ジストロフィーと診断された。入院前後よ
り誤嚥性肺炎を繰り返し、呼吸状態が悪化し診断から約5 ヶ月で逝去された。【倫理的配慮】
A病院倫理審査委員会の承認を得た。【介入期間】令和5年2月～令和5年7月【看護の実際・
結果】A氏は、予後不良の状態と診断された。患者・家族は今後の方向性が分からない状態
であった。希望として、経口摂取、口渇、呼吸困難感の改善の訴えがあった。経口摂取不
可と判断したが、リハビリにて飲水を週1回実施出来た。症状の進行が早く、呼吸困難感が
増強し患者・家族は一緒に過ごせる時間を望み、苦痛軽減を第一優先に意思が固まり、オ
ピオイド少量を使用し呼吸困難感は軽減、笑顔が見られる様になった。A氏は家族に見守ら
れた状態でお別れする事が出来た。【考察】医療者は、病状進行に伴う病識への理解・希望
と現実の差による意思決定等、患者・家族の気持ちや悩みを常に確認し尊重し実現可能か
模索し、最善を提供する必要がある。平穏な生活を送っていた者が、数ヶ月の間に死を迎
える想像もつかない状況の中であったが、A氏と家族が各場面で意思決定でき、少なくとも
死の受け入れに関われたと考える。【おわりに】今回の様に急激な症状の変化が伴う患者は
少なくない。今後も患者・家族に寄り添い意思決定への支援を行っていきたい。

OR2-5
人工呼吸器装着を選択しない球麻痺型発症した筋萎縮性硬化症患者におけ
る療養支援について - QOL評価と各機能評価に着目して-
寄本∙恵輔（よりもと∙けいすけ）1、清水∙功一郎（しみず∙こういちろう）1、大場∙興一郎（おおば∙こういちろう）1、
菊川∙渚（きくかわ∙なぎさ）2、花井∙亜紀子（はない∙あきこ）2、雑賀∙玲子（さいか∙れいこ）3、原∙貴敏（はら∙たかとし）1

1国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部、 
2国立精神・神経医療研究センター医療連携福祉相談部／看護部、 
3国立精神・神経医療研究センター脳神経内科

【背景】
筋萎縮性側索硬化症（ALS）の球麻痺発症は最も予後不良の型である。発症早期より発話に
よる意思疎通困難、経口摂取困難となり、非侵襲的人工呼吸器の管理も困難となり、QoL
が低くなる。

【目的】
今回、人工呼吸器装着を選択しない球麻痺で発症した筋萎縮性硬化症患者における療養支
援により病状の進行で様々な機能が低下する中でQoLは向上した症例を経験したので報告
する。

【症例】
70歳台女性、むせ込み発症（X年）、X+10カ月後ALSと診断告知、呼吸理学療法導入、発
症早期から多専門職種支援（薬剤指導、栄養療法、流涎対策指導、コミュニケーション支援、
福祉用具支援など）、地域連携（多職種退院前カンファレンス）を行った。X+1年3カ月胃瘻
造設、気管切開や人工呼吸器の希望なし。X+2年4カ月オピオイド導入、ホスピス施設に
入所、X+3年1カ月死亡となる。

【方法】
経時的評価として、ALSの診断告知時/胃瘻造設直時/胃瘻造設半年後/オピオイド導入時
にQOL評価として、SEIQoL-DWを測定、また機能評価として、ALSFRS-R、唾液嚥下障
害スコア（OSS）、体重、6分間歩行距離（6MD）、呼吸機能評価（FVC、CPF、LIC）を測定
した。なお、本症例報告は倫理審査委員会の簡易迅速で報告している。

【結果】
SEIQoL-index は 44.0/67.5/85.5/80.0 点、ALSFRS-R は 42/39/37/25 点、OSS
は6/6/2/0点、 体 重 は47/48/46/44kg、6MDは405/450/275/不 可m、 呼
吸 機 能 は FVC2800/2600/2450/1100ml、CPF240/260/290/150lpm、
LIC3600/3800/2000/不可mlであった。

【考察】
本症例は病状の進行や球麻痺の悪化、体重減少、歩行や呼吸機能低下を認めたが、多専門
職種なよる支援により球麻痺型の発症であったとしてもQoLが向上する可能性を示唆した。

OR2-4
長期入院中のアテトーゼ型脳性麻痺患者の補助代替コミュニケーションと
余暇活動の変遷
伊藤∙智絵（いとう∙ちえ）、加藤∙佳子（かとう∙よしこ）、梅村∙真由美（うめむら∙まゆみ）、加登山∙未帆（かとやま∙みほ）、
山田∙直美（やまだ∙なおみ）、加藤∙禎洋（かとう∙よしひろ）

NHO 長良医療センターリハビリテーション科

【目的】重症心身障害者の支援に補助代替コミュニケーション（以下、AAC）がある。今回、
4歳から55年間経過した入院患者のAACと余暇活動を後方視研究し報告する。

【対象・方法】Aさん、59歳、女性、診断名･脳性麻痺、粗大運動能力分類システム（GMFCS）
レベルV、身体機能面は右上肢MMT3、左下肢･両下肢MMT1。活動面は起居･ADL全介
助。重度構音機能障害で発話不可、右手でYES/NO表出可、文字入力でレッツチャット

（Panasonic社）やiPad（Apple社）使用。姿勢は主にベッド臥床、車椅子座位は毎日1時間。
方法はカルテ･書籍･聴取で情報収集し、身体機能変化に伴うAAC機器、活動内容を遡る。

【結果】幼少期から現在を1 ～ 4期に分類。1期（幼少期～ 20代前半）左手で文字盤・ワープ
ロ使用。2期（20代半ば～40歳）左手でトーキングエイド・PC操作。日記･詩作･メール開始、
本を出版。3期（40代前半～ 52歳）43歳バクロフェン髄注療法開始。52歳左手の脱力出
現で機器操作不可。右手で文字盤使用。4期（53歳～現在）作業療法（以下、OT）介入で右
手でレッツチャット・iPad操作開始。日記･メール再開し現在に至る。結果から2期に主体
的な創作活動が増え、3期は身体的変化に伴う活動制限が生じたが4期でAAC機器で文字
入力手段を再獲得した。iPadでブログ作成等の活動が拡大した。

【考察】AACを維持出来た背景に（1）テクノロジーの発展、（2）AACとAさんを繋げた支援
者の継続的介入、（3）身体機能の変化に対する適切な環境支援がある。OT評価で機器操作
部位の変更、文字入力可能なデバイス･スイッチ選定、AAC機器操作の活動時間･場所･姿
勢等の整理が有効であった。重症心身障害者の支援は加齢と共に身体機能の変化に伴いOT
介入の必要性がある。

OR2-3
療養介護利用者の地域移行について～グループホームへと移行した2事例～
田中∙真史（たなか∙まさし）

NHO 敦賀医療センター療育指導科療育指導室

昨今、各都道府県の障害福祉計画等において施設入所利用者の地域移行支援について具体
的な目標値が設定されている。療養介護サービスは施設入所とは異なり、地域移行支援の
目標値等の設定はもうけられてはいないが、旧重症心身障害児施設または、指定国立療養
所または指定医療機関に長年入所・入院している利用者についても、地域移行の選択肢を
模索していくべきである。そこで、令和5年～ 6年にかけて当院で支援した、療養介護利
用者のグループホーム、共同生活援助への移行した2事例について報告する。それぞれの利
用者は次のとおりである。1例目、45歳男性、脳性麻痺、障害支援区分6、排せつは自立、
自閉症に伴うこだわり行動等あり、車いすでの自走が可能。2事例目、69歳男性、脳性麻
痺、障害支援区分6、排せつは介助ありで自立、会話によるコミュニケーションが可能。1
事例目については、本人や家族らからの強い希望はないものの本人の特性から、より良い
生活の環境を提案しグループホームへの移行となった。2事例目については、本人からの自
分らしい暮らしがしたいとの強い希望からグループホームへの移行となった。グループホー
ムへの移行支援に伴って、必要となったケースワーク全般や課題等を整理し、今後同様の
支援の実施する際の課題や支援のポイント等を取りまとめた。最後に、これからますます
需要が高まる施設入所等利用者の地域移行支援について、療養介護利用者であっても可能
性があることを提唱し、可能な限り利用者にとって思いの実現となるようにしていきたい。
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OR3-2
呼吸機能障害の認定基準の問題点を明らかにする
坪井∙知正（つぼい∙ともまさ）

NHO 南京都病院呼吸器疾患と神経難病のための呼吸ケアセンター

【目的】呼吸機能障害の認定は、予測肺活量1秒率：「指数」、動脈血ガス（特にPaO2）、
mMRCの三つの指標に基づいて行われることが多いが、各指標の妥当性は検討する必要が
ある。【方法】慢性呼吸不全を呈するLTOT 241例、長期NIV 90例を対象に、「指数」・「予
測室内気吸入下PaO2（predPaO2RA）」・「呼吸困難感（mMRC）」と予後の関係を全症例・
LTOTのみ症例・長期NIV症例で調査した。なお、predPaO2RAは肺胞式：PAO2=（760-47）
xFIO2-PaCO2/Rを用いてAaDO2とPaCO2が室内気吸入下と酸素吸入下で変化しないと
して計算した。同時に、疾患別にCOPD 140例・IP 82例・RTD 53例でも調査した。「指
数」・「predPaO2RA」・「mMRC」と他の因子（生活の質・抑うつ・不安・睡眠の質・不眠・
昼間の眠気・mMRC）との間の関連を調べた。【結果】「指数」は全症例（p=0.97）・LTOT
のみ（p=0.92）・長期NIV症例（p=0.45）と予後を全く予測できず、疾患別ではCOPD

（p=0.25）、RTD（解析不可）、IP（解析不可）の順で、ほとんど予後を予測できなかった。
predPaO2RAは全症例（p=0.11）・LTOTのみ（p=0.09）・長期NIV症例（解析不可）と予
後を予測できず、疾患別の予後予測も不完全であった。mMRCは全症例（p <0.0001）・
LTOTのみ（p <0.0001）・長期NIV症例（解析不可）と予後をかなり予測でき、疾患別の予
後予測もCOPD（p <0.007）・RTD（解析不可）・IP（解析不可）と良好であった。しかし、「指
数」・「predPaO2RA」・「mMRC」と他の因子との間には相関がほとんどなかった。【結論】
現行の認定基準は「mMRC」以外ほぼ全面的に見直す必要がある。

OR3-1
自己免疫性肺胞蛋白症診療の問題点；希少肺疾患診療体制構築の試み
新井∙徹（あらい∙とおる）1、井上∙康（いのうえ∙やすし）2、小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、滝本∙宜之（たきもと∙たかゆき）1、
蓑毛∙祥次郎（みのも∙しょうじろう）3、龍華∙美咲（りゅうげ∙みさき）3、西原∙昂（にしはら∙たかし）3、香川∙智子（かがわ∙ともこ）3、
茂田∙光弘（もだ∙みつひろ）3、杉本∙英司（すぎもと∙えいじ）3、竹内∙奈緒子（たけうち∙なおこ）3、尹∙亨彦（いん∙きよひこ）4

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、2NHO 近畿中央呼吸器センター麻酔科、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科、4NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器外科

自己免疫性肺胞蛋白症（APAP）は、GM-CSFに対する自己抗体により、肺胞マクロファー
ジ分化阻害、サーファクタント代謝障害を生じ、肺胞腔内に蓄積したサーファクタント由
来物質により呼吸障害を呈する原因不明の希少肺疾患である。重症例では、全身麻酔下全
肺洗浄術が標準療法である。当院において全肺洗浄は、両側肺の分離換気下で、洗浄肺上
側の側臥位で、約1リットルの生理食塩水で15-20回程度の洗浄が行われ、所要時間は4
時間程度である。翌日まで集中治療室で呼吸管理、洗浄肺の吸引を繰り返し、抜管を行う。
洗浄方法そのものは、麻酔管理以外は特殊な技能を要するものではないが、ほとんどの呼
吸器科医師が未経験であるため、全国的に実施施設が限定される。一和多らの2011年の
全国調査では、36施設で全肺洗浄が実施され、80%の施設は2例以下の経験であった。当
院では、2003年から2024年5月までにAPAP40例に対して101回の全肺洗浄を実施し
てきた。その出身地は、大阪17例、兵庫9例、京都2例、奈良2例、山口2例、広島2例、
滋賀1例、和歌山1例、香川1例、福井1例、石川1例、島根1例であった。全肺洗浄実施
施設が限定されることで、手技が熟練される一方、重症患者の長距離移動、実施施設での
手術枠確保、麻酔科医師の負担増など、問題点も多い。これらの現状を打破すべき、希望
施設へのマニュアル配布、新規実施予定施設の見学医師の受け入れだけではなく、近年は
積極的な各地域での全肺洗浄実施のため、拠点病院となる可能性のある病院への積極的な
全肺洗浄実施に向け働きかけを行なっている。APAP診療の問題点は、その他の希少疾患と
共通する問題を含有する可能性があるため、ここに報告を行う。

オーガナイズドセッション 3　プログラムの趣旨
難病とは、発病の機構が明らかではなく、治療方法が確立しない希少な疾患であって長期
の療養を必要とするものを指す。難病診療のために難病診療拠点病院、難病医療協力病院
が定められ、難病の包括的地域支援の拡充のために、保健所や難病相談支援センターが核
となって働いている。これらの活動が、難病患者の診療、生活等の改善に十分に機能して
いるか、評価することは重要である。現実的には、すべての難病に対する診療、支援体制
が整っているわけではない。特殊な治療を要する難病においては、特定の病院に過度の負
担を強いることも起こりうる。本セッションでは、今後の難病診療、支援に役立てばと、
登録演題の中から、難病診療における問題点、難病診療や生活支援の現状、難病診療に関
連した試み、難病評価に関わる検討などの演題を抽出し、ご発表をいただく。

OR2-7
終末期にある重症心身障害者へのその人らしさを支える多職種での関わり
～思いに寄り添う援助～
羽田∙明日子（はだ∙あすこ）

NHO 西別府病院看護科

【はじめに】今回、意思決定が困難な重症心身障害者の終末期ケアの事例を経験した。その
人らしさを支えるとは何か、多職種での取り組みについて考察することで今後の終末期ケ
アの質の向上につなげる。【対象】A氏　30歳代　男性　脳性麻痺　右精巣癌術後　後腹膜
リンパ節再発　ADL全介助【方法】患者自身による意思決定は困難であった。そのため、家
族と医療者間での検討により、化学療法・放射線治療は行わない方針となった。A氏は、苦
痛を訴えることができず、表情の変化も乏しかった。そのため、血圧の変動や覚醒状態、
食欲などの情報から疼痛コントロールの効果をアセスメントして、QOLを維持できるよう
にケアを行った。多職種カンファレンス行い、それぞれの視点からA氏らしさについて意
見を出し合い、散歩や食事が好きなA氏に対して病院敷地内の花見や食事内容の検討など、
患者や家族の思いに寄り添うことを追求しながら最期に向けての援助を行った。【結果・考
察】終末期ケアの経験のないスタッフが多く、A氏への関わり方に悩むことがあった。しかし、
A氏の生活を一番近くで支えてきた看護師だからこそ得られた情報も多く、それらを多職種
と共働したことで、花見を行ったり食事摂取を続けることができた。患者と家族の思いを
汲み取り、これまでの生活背景をふまえ、できる限りのケアを提供することがその人らし
い生活を支えることにつながると考える。【結論】意思決定支援や苦痛への援助が容易では
ない重症心身障害児者においても、多職種がそれぞれの専門性を発揮し患者が抱えている
身体的・精神的苦痛に応じたケアを提供することで、思いに寄り添った終末期ケアの実践
につなげることができる。
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OR3-6
免疫アレルギー疾患患者にかかる治療と仕事の両立支援モデル事業を受託
して
髙村∙純子（たかむら∙じゅんこ）1、藤澤∙隆夫（ふじさわ∙たかお）1、長尾∙みづほ（ながお∙みづほ）1、篠木∙敏彦（しのき∙としひこ）1、
高橋∙英男（たかはし∙ひでお）1、三山∙朋子（みやま∙ともこ）1、楠川∙敏章（くすかわ∙としあき）1、野間∙美乃里（のま∙みのり）1、
脇∙美由紀（わき∙みゆき）2

1NHO 三重病院地域医療連携室、2社労士事務所ウィル

【背景】当院では「令和 5 年度免疫アレルギー疾患患者に係る治療と仕事の両立支援モデル
事業」を受託し、免疫アレルギー疾患を有する患者が適切な治療を受けながら、仕事や学業
を続けることができるよう、両立支援の取り組みを行うこととなった。【方法】多職種で構
成される両立支援チームを立ち上げ、定期的に両立支援調整会議を開催。また相談窓口を
設置したが、両立支援という考え方が知られていなかったため、当初、自ら窓口を訪れる
者がなく、診療の中で医師・コメディカルが要支援と想定した者、および外来受診者に実
施したウエブ調査の中で希望した者に対して、面接を行い、支援策を検討した。また、実
態調査として外来患者にアンケート調査を行った。【結果】両立支援に係る面接は14 名に実
施。アンケート調査は保護者70名、本人18名から回答を得た。約半数が、治療と仕事の
両立において、困っていること、不安、そして行政などへの要望をもっていた。自由回答
欄では、通院と仕事の両立の難しさがあげられていた。多くの例では、患者自身が望まない、
またはどのようにしてよいかわからない、という現実がみえた。【結論】免疫アレルギー疾
患については両立支援が未だ制度として整備されていないために、患者は支援を望んだと
しても、企業側へのルートが限られていると考えられた。今後、支援を円滑に行うための
制度化が必要であり、企業に対しての啓発活動も重要である。また、うまく両立を達成し
ている患者も少なくないこともわかった。すべての患者で治療と仕事の両立が可能となる
ためには、患者が抱える課題とその解決策だけでなく、成功体験も広く社会で共有される
ことが望ましい。

OR3-5
パーキンソン病患者の療養先について考える～進行期における治療と療養
の両立～
榊原∙愛（さかきばら∙めぐみ）1、鈴木∙茉耶（すずき∙まや）1、橋谷田∙由美（はしやだ∙ゆみ）1、阿部∙美香（あべ∙みか）1、
相沢∙祐一（あいざわ∙ゆういち）1、馬場∙徹（ばば∙とおる）2

1NHO 仙台西多賀病院医療福祉相談室、2NHO 仙台西多賀病院パーキンソン病センター長

【背景】パーキンソン病は進行とともに介護負担が大きくなる場合が多い。進行初期は介護
保険制度等の社会資源を活用して問題なく生活できることがほとんどだが、服薬内容が複
雑になってきたり薬効が限定的でコントロールが不良になってきたりするにつれ、同居家
族の有無にかかわらず自宅で生活するには課題が多くなってくる。これまで、薬剤調整や
リハビリテーションを継続しながら療養可能な場所は自宅以外にはほとんどなく、あった
としてもDNARの同意が必要であったり、薬価の制限があったり等、療養先を選択する際
に妥協を余儀なくされる条件が多かったが、最近では医療特化型の住宅型有料老人ホーム
やサービス付き高齢者向け住宅が増え、治療と療養の両立が可能になってきている。【目的】
施設入所＝家族介護の限界、終末期ではなく、面会や外出の条件が柔軟で家族との時間を
十分に過ごせたり、入所後も併診や専門医での検査、入院が可能であったり等、従来はあ
まりなかったサービス形態の社会資源について触れ、パーキンソン病患者に対する退院支
援の現状を発表する。【方法】パーキンソン病患者2名に対する退院支援の事例を振り返り、
社会資源の現状や意思決定支援について考察する。【考察】住み慣れた自宅から離れて生活
するという選択は、患者にとっても共に治療を支えてきた家族にとっても非常につらいこ
とである。その岐路に携わる退院支援担当者として求められることは、症状特性、家族関係、
経済状況等の個人的条件や地域特性、社会資源等の社会的条件を踏まえた十分な情報提供
と、治療期と終末期を線引きせずとも検討できる選択肢の提案、および適切な意思決定支
援であると考える。

OR3-4
てんかん支援ネットワークを利用したオンライン診療の推進
中川∙栄二（なかがわ∙えいじ）

国立精神・神経医療研究センター病院てんかん診療部

【はじめに】わが国のてんかん医療は、小児科・精神科・脳神経内科・脳神経外科などの診
療科により担われてきた経緯があり、多くの地域でどの医療機関がてんかんの専門的な診
療をしているのか、患者ばかりでなく医療機関においても把握されておらず、てんかん患
者が地域の専門医療に必ずしも結びついていない。 【目的・方法】各都道府県において、て
んかん対策を行う医療機関を選定し、てんかんの治療を専門的に行っている医療機関のう
ち1か所をてんかん診療拠点機関として指定し、専門的な相談支援、他の医療機関、自治
体等や患者の家族との連携・調整を図る「てんかん地域診療連携体制整備事業」が2018年
から厚労省の本事業となった。事業の中で、てんかん診療のすそ野を広げるため「てんかん
支援ネットワーク」を構築している。personal health record（PHR）を用いたオンライン
診療により国内外における専門医不在地域での普及を推進している。【結果】てんかん診療
における遠隔診療の推進のため、2020年3月にてんかんPHRデバイスであるnanacaraを
共同開発した。てんかん発作動画記録や薬剤内服記録などと連動したデバイスを用いたオ
ンライン保険診療が可能になった。てんかん支援拠点事業で確立した全国てんかん支援ネッ
トワークをベースに、てんかんPHRデバイスを利用した遠隔診療を推進している。【考察】
てんかん診療は、併存症として医療的ケアや行動障害など通院に負担がかかるケースも少
なくはなく、長期間にわたる診療が必要なためオンライン診療が望まれる側面がある。オ
ンライン診療では、受診による感染不安の消失，移動の負担軽減がみられ満足度が高かった。

OR3-3
在宅ハイフローセラピー導入における患者特性に応じた機器選択と在宅導
入支援について
石光∙雄太（いしみつ∙ゆうた）1,2、上原∙翔（うえはら∙しょう）3、渡邉∙倫哉（わたなべ∙みちや）3、水津∙純輝（すいず∙じゅんき）4、
村川∙慶多（むらかわ∙けいた）5

1NHO 関門医療センターリハビリテーション科、2NHO 山口宇部医療センター臨床研究部院外研究員、 
3NHO 山口宇部医療センター呼吸器科、4山口大学医学部附属病院呼吸器・感染症内科、 
5徳山中央病院呼吸器内科

【諸言】2022年4月の診療報酬改定によって在宅でのハイフローセラピー（HFT）が保険適
応となった．山口宇部医療センターでは2022年4月から2023年12月までに29例の在
宅HFTを導入している．在宅HFT導入において問題となる点として機器操作やメンテナ
ンスである．当院導入対象者の平均年齢は73.7歳±7.5と高齢者が多く，平均BMI19.5
±11.3と痩躯を認める症例が多い．上記背景から筋力低下を高率に呈し，給水チャンバー
の開閉などメンテナンスなどに難渋する症例も多い．そこで当院では操作・メンテナンス
に難渋する例と，その他呼吸器症状を伴う例など患者背景に応じて使用する機器を変更し
て導入している．さらに在宅導入後にシームレスな呼吸ケアを行うため，訪問看護師等と
も密な連絡を行っているため，その経過を報告する．【方法】筋力低下によって機器操作
が難渋する例では加熱式加温器クリーンフロー Lumisを，気道クリアランス不良例では
myAIRVO2を導入している．また近年ではアドバンス・ケア・プランニングの観点から在
宅で看取りを希望される場合にはインスパイアフローを検討している．上述した機器はそ
れぞれ操作性や加湿加温機能，長時間使用想定といった特徴のある機器である．当院では
患者特性に応じて本機器を使い分け，訪問看護師等と使用方法を協議しつつ導入を行って
いる．その経過について各メーカーごと1例ずつ実践報告する．【結語】在宅HFTはメーカー
機種によって特徴が異なる．我々医療従事者はその特性を理解し，患者特性に応じて適正
利用していくことが重要である．【倫理的配慮】本演題に際し対象者へはヘルシンキ宣言の
下，十分な説明の上，署名にて同意を得た．
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LS4
ロボット支援手術のNext Phase -効果と効率の最大化を目指す-
山下∙由美子（やました∙ゆみこ）

倉敷成人病センター 臨床工学科 技師長

本邦では2012年4月に前立腺がんに対するロボット支援前立腺全摘除術が初めて保険適用
になって以降、複数の診療科、術式において保険適用となり一部の手術では標準治療とし
ての地位を確立しつつある。しかしながらクリニカルアウトカムの向上に関しては多くの
報告がなされている一方、運用コストの負担が増すことも指摘されており、臨床上のみな
らず、病院経営上、いかに効果的な運用ができるかが非常に重要と考えられる。当院では、
ダビンチXiシステム2台、2023年に新たにダビンチSPシステム1台増設し、計3台のダ
ビンチシステムを導入、導入効果と効率の最大化を目指し様々な改善を積み重ねてきた。
今回、現在まで実際に取り組んだ点、苦労した点、また各診療科に対して、ダビンチ症例
増加のために戦略的に実施したことを院内、院外の視点から紹介する。また、ロボットの
院内外へのPRなど広報戦略、ダビンチ3台稼働による、効率的運用方法、現在唯一の単孔
式ロボットであるダビンチSPの可能性についても、当院での取り組みとともに紹介したい。

LS3
積極的な広報活動による地域連携の取組事例
門井∙洋二（かどい∙ようじ）

八尾医療PFI株式会社

　医療の機能分化が進む中、地域連携の重要性は増すばかりである。
　多くの医療機関が自施設の機能に応じた集患を課題と考えている中、「広報」というキー
ワードが盛んに使われている。一般的に自施設の実績・機能・魅力のPRを目的とした広報
媒体の活用や、担当者による広報活動が考えられる。
　今回は当社が関わる病院における、診療所を中心とした地域医療機関への広報活動につ
いて紹介させていただく。
　Α病院は急性期医療・がん医療・小児周産期医療の機能を高度化させる中で、地域の中
での自病院の機能を発揮するには地域連携の推進は必須と考え、広報担当者を設置し豊富
な活動量を確保して、連携強化を図ってきた病院である。
　ただし、「地域連携」を主目的とした場合には、一方通行のPRだけでなく、連携対象の相
手方の「needs」「wants」の収集と、その情報をもとに体制強化ポイントや要改善事項の検
討も重要となってくるように、広報担当者は地域連携のコーディネータ的な役割も求めら
れている。その中で、「face to faceの地域連携」を実現するべく、診療所への圧倒的な訪
問量を維持している事例である。
　Α病院以外の地域連携の事例として、地域連携室のマンパワー不足や活動の継続性といっ
た課題解決のため、広報活動の一部を企業にアウトソーシングしている病院の取組事例を
複数紹介させていただく。病院と企業が紹介患者獲得という1つの目標に対し、営業計画の
作成から広報ツールの作成、実際の訪問活動～結果の共有～計画の修正といったPDCAサ
イクルを実行している。各々の特長を活かし取り組んでいる事例であり、地域連携におい
て同様の課題を抱える医療機関にとって参考になれば幸いである。

LS2
これからの人工関節全置換術に不可欠なコンピューター支援手術 ～ Mako
システムを中心に～
山崎∙琢磨（やまさき∙たくま）

NHO 呉医療センター整形外科

人工関節全置換術は整形外科領域において最も恩恵をもたらした手術法の一つであり、適
切な手技で行われ、合併症などを来さなければ20年以上の良好な術後成績が期待できる。
しかし､ 人工関節の長期安定性は得られても､ 合併症への対策や術後の疼痛管理などの課
題は残っており､ これからの人工関節は手術を受けたことを忘れるくらいの関節“forgotten 
joint”を目指すことがトピックとなっている。Makoシステムは人工股関節全置換術（THA）
､ 人工膝関節全置換術（TKA）､ 単顆型人工関節置換術（UKA）におけるロボティックアーム
手術支援装置であり､ 母床骨の切削やインプラント設置を術前計画に対して正確な位置に
誘導するとともに切削機器の危険域へのはみ出しを防止する安全な操作が期待できる。当
科では2014年にCTベースナビゲーションシステムを導入後､ 約2000例に精度の高いイ
ンプラント設置を行っており､ 2023年1月からは大阪医療センターに続いてMakoシステ
ムを導入した。本システムにより、小展開の術野であっても母床骨を切削でき、母床骨の
機能面を基準としたインプラント設置が行える。THAに関してはインプラント設置前後の
脚長差や外側オフセットの変化量も表示されるため、個々の症例で異なる骨形態に応じた
大腿骨側インプラントの機種および設置方向を選択することにより機能的な股関節再建に
近づけるものと考えている。現在､ わが国で100台以上が導入されており､ 人工関節置換
術を検討している患者側も本システムの有無によって受診する施設を選択することが増え
ていると聞き及ぶこともある。本講演を通してNHO内でも本システムの更なる導入が進み、
質の高い医療の提供につながることを願っている。

LS1
ウイルス肝炎のEliminationに向けて－世界と日本の現状と課題
考藤∙達哉（かんとう∙たつや）

国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター

B型肝炎、C型肝炎は世界最大級の感染症であり、WHOはウイルス肝炎のEliminationを
2030年までに達成することを目標としている。全国民が一生に一度は肝炎ウイルス検査を
受けて早期に感染の有無を確認すること、そして検査で発見された患者が適切な医療を受
けることは極めて重要である。
　経口DAAの導入によってHCVは排除できる感染症となった。しかし、HCV持続感染に
よって肝細胞や免疫細胞にエピゲノム修飾が誘導され、HCV排除（SVR）後もそれが残存す
ることが報告されており、SVR達成後の肝発癌の機序として注目されている。肝硬変、肝
線維化、代謝要因（糖尿病、飲酒、肥満等）などはSVR後の発癌リスクとして知られており、
これらの因子の組み合わせによって肝癌リスクを層別化し、効率的な肝癌サーベイランス
体制の構築が望まれている。SVR後に何年間フォローを継続するべきか結論は出ていない
が、フォロー中止可能な低リスク群の判別も重要な課題である。
現在、B型肝炎に対しては核酸アナログが標準治療であり、肝硬変や肝がんの抑止作用が認
められている。しかし、現行治療ではHBVの複製鋳型や組み込みHBV DNAの排除は極め
て困難であり、発癌抑止作用は十分ではない。HBV生活環の解明が進み、様々な複製過程
を標的とした治療薬が開発されている。HBVに対する免疫反応の増強を目指した免疫賦活
剤も開発されている。近い将来、新薬が臨床へ導入されることが期待される。
本講演では、ウイルス肝炎の現在と将来の治療について、またウイルス肝炎のElimination
に向けた研究と政策の現状について紹介する。
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LS7-2
当院のロボット支援手術におけるfusion surgeryの取り組み
末田∙聖倫（すえだ∙としのり）、安井∙昌義（やすい∙まさよし）、西村∙潤一（にしむら∙じゅんいち）、賀川∙義規（かがわ∙よしのり）、
北風∙雅俊（きたかぜ∙まさとし）、森∙良太（もり∙りょうた）、網崎∙正孝（あみさき∙まさたか）、久保∙維彦（くぼ∙まさひこ）、
益池∙靖典（ますいけ∙やすのり）、牛丸∙裕貴（うしまる∙ゆうき）、菅生∙貴仁（すがせ∙たかひと）、向井∙洋介（むかい∙ようすけ）、
小松∙久晃（こまつ∙ひさてる）、柳本∙喜智（やなぎもと∙よしとも）、金村∙剛志（かねむら∙たかし）、山本∙和義（やまもと∙かずよし）、
和田∙浩志（わだ∙ひろし）、後藤∙邦仁（ごとう∙くにひと）、宮田∙博志（みやた∙ひろし）、大植∙雅之（おおうえ∙まさゆき）

大阪国際がんセンター 消化器外科

【はじめに】本邦では2018年4月に直腸癌, 2022年4月に結腸癌に対するロボット支援手
術が保険適用となり, ロボット支援手術は普及してきている. ロボット支援手術は, 多関節・
手ブレ防止・3Dカメラ画像などの利点からより繊細で緻密な手術が可能であり, それに伴
い術者が手術手技の大半を行うことが可能となり助手の必要性は少なくなっている．しか
し，術者にとってストレスのかかる場面が未だ存在する. 今回我々はロボット支援手術の安
全性向上と効率化を図るためチームとして取り組んでいるFusion surgeryについて紹介す
る．【手術手技】今回はDavinci Xiによるロボット支援下S状結腸切除術における腸管切離
とロボット支援下回盲部切除術の腸管切離・吻合におけるFusion surgeryのビデオを供覧
する. ロボット支援手術ではSureformを使用して腸管切離・吻合を行うことが多いが, 腹
腔内という限られた空間の中ではSureformの取りまわしに難渋する場合があり, 触覚がな
いロボット支援手術では他臓器損傷など予期せぬ事態を招きかねない. そこで, 当院ではロ
ボット支援手術の手技の不十分な点を補うため, 術者は視野展開に徹して的確な指示をだし
つつ, 助手に空間を広く活用してもらいながら腹腔鏡機器（ECHELONTM 3000）で腸管切
離・吻合を行うこととしている. この取り組みは若手医師が腹腔鏡手術で行う際にも役立ち, 
また手術参加というモチベーションの向上にもつながっている. 【まとめ】ロボット支援手術
においてチームとして取り組んでいるFusion surgeryについて紹介した. この取り組みは, 
ロボット支援手術の安全性向上と効率化を図るだけでなく, 若手医師の教育的な視点からも
有用であると考える．

LS7-1
当院のFusion Surgeryの現状と展望
奥田∙準二（おくだ∙じゅんじ）

豊中敬仁会病院 内視鏡ロボット手術センター

Fusion Surgeryとは、アプローチ選択の一つであり、ロボット手術の利点である精緻な
操作は、ロボットで行い、課題である部分は鏡視下手術の利点でカバーすると定義されて
いる。多くは、鏡視下手術で使われた手術テクニックや実績あるデバイスと新たなテクノ
ロジー、いわゆるロボットが融合した効率的な手術と考えられている。実際の手技として
は、ロボット手術の中で、例えばエネルギーデバイスとしてハーモニックを使用するとか、
体腔内吻合においてロボット手術のステープラーではなく内視鏡手術のエシェロンを使う
とされているというのが現状と考える。私どもはもともとの経緯から、ロボット手術導入
において、腹腔鏡とロボットをいわゆるHybridさせる形で導入してきた経緯があります。
我々のところで行っているFusion Surgeryとしての一つの特徴としては、腹腔アプロー
チ側の操作を内視鏡で行い、直腸の操作をロボットで行うというようないわゆるHybrid 
Fusion Surgeryが有用と考えている。今回、先程述べた手技の有用性を見出したので我々
のFusion Surgeryについて実際を述べる。

LS6
脊髄性筋萎縮症診療の実際
齊藤∙利雄（さいとう∙としお）

NHO 大阪刀根山医療センター 小児神経内科

脊髄性筋萎縮症（SMA）は，脊髄前角細胞の脱落による運動障害，呼吸不全などを呈する運
動ニューロン疾患である．本疾患の責任遺伝子は5番染色体長腕にあるSMN1遺伝子で，
罹患者では，SMN1の欠失や点変異により，SMN1 由来のSMNタンパクが産生されない．
SMN2 遺伝子は，このSMN1 の機能を補うよう働くが，一部の塩基がSMN1 と異なるた
め，十分量のSMNタンパクを産生出来ない．とはいえ，SMN2 のコピー数が多ければ，
SMN2 由来のSMNタンパクをコピー数分は産生できるので，コピー数が多い方が，SMA
の病状は軽くなる傾向がある．現在，SMAは，最重症型の0型から最軽症型の4型に分類
されている．
これまで，SMAには十分な有効性を示す薬剤はなく，呼吸不全や運動機能障害に対する
リハビリテーションや栄養管理などの対症療法が中心であった．しかしながら，2016年
にアンチセンス核酸のヌシネルセンが，2019年にはAAVによる遺伝子導入治療薬である
オナセムノゲン・アベパルボベクが，2020年には低分子化合物リスジプラムが上市され，
SMAの治療は大きく変わった．
発症早期の治療介入の有効性が示され，多くの都道府県で新生児スクリーニングが実施さ
れている．病状顕在化症例も，薬物治療による機能改善，病状進行抑制が期待され，薬物
治療は患者の日常生活の改善をもたらしている．これまで以上にリハビリテーションの重
要性が認識され，歩行可能例に対してはロボットスーツも使用可能な状況である．
現在当施設では，ヌシネルセン単独治療症例3例，リスジプラム単独治療症例19例，ヌシ
ネルセンからリスジプラムへの治療変更例5例を経験している．経験症例の報告を通して，
これからのSMA治療について触れてみたい．

LS5
『地域連携推進法人によるDXの取り組み』

䕃山∙裕之（かげやま∙ひろゆき）1,2

1地域医療連携推進法人 湖南メディカル・コンソーシアム、2社会医療法人 誠光会 法人本部

当連携推進法人は、参加する病院それぞれが担当する医療機能を選択し、選択した機能の
強化をはかり、これを持ち寄って地域の医療を完結することを目指しています。これを実
現するために参加病院が互いの稼働状況をタイムリーに把握することができる『コマンドセ
ンター』というシステムをGEヘルスケアジャパン株式会社と共同で開発しました。このシ
ステムの中にはテルモ株式会社のHRジョイントからバイタルデータを取り込み、患者の急
変を予測する機能も含まれています。これらの内容と導入効果の他、清水建設株式会社と
開発を進めている外来用や患者用のアプリケーション、参加法人の間接業務集約化および
経営資源管理の一元化を目指した取り組みについてのご紹介をいたします。 
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LS11
常識に囚われない　～不確実性の時代における病院経営のポイント～
中村∙伸太郎（なかむら∙しんたろう）

株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン コンサルティング部門

現代の医療業界は急速な技術革新と社会環境の変化により、かつてないほどの不確実性に
直面している。このような環境下で病院経営を持続可能なものとするためには、従来の常
識にとらわれない柔軟な思考と革新的なアプローチが重要だ。経営コンサルタントの視点
から不確実性の時代における病院経営のポイントについて解説する。
まず、「病床管理と集患対策」。適切な病床管理と効果的な集患戦略は、病院の経営安定化
に寄与するだけでなく、患者の状態に応じた機能の病床で対応することで医療の質も向上
させる。2024改定で新設された地域包括医療病棟は、まさしく高齢患者の受入と早期在宅
復帰を促進する機能を特徴としている。患者データの分析を通じて適切な病床管理と効果
的な集患対策を実践する具体的な手法について解説する。
次に、「生産性向上」に向けた取り組み。ビッグデータやDXツール、AIなども積極的に活
用しながら、診療プロセスの効率化や定量的な根拠に基づく収支改善の取り組みを検討し、
医療の質向上と経営改善の両立を図りたい。医師の働き方改革が求められる時代において
病院職員の生産性向上は不可欠だ。
最後に、「医療介護連携」の推進。高齢社会において、医療と介護のシームレスな連携は質
の高いケアを実現する上で重要である。他医療機関や介護施設とのネットワーク構築、医
療介護連携を推進するための多職種協働アプローチについてPFMの観点も交えながら紹介
する。
医療ビッグデータ活用のパイオニアであるグローバルヘルスコンサルティング・ジャパン
が、データ分析の最前線を「病院ダッシュボードχ（ｶｲ）」で可視化し、不確実性の時代にお
いて結果に直結するヒントを提示したい。

LS10
高度急性期3医療機関の共同連携による経営改善の取組 
― 診療材料等の共同物流・調達の検討 ―
渡部∙恭士（わたなべ∙やすし）1、寺本∙秀和（てらもと∙ひでかず）2、北村∙直樹（きたむら∙なおき）3

1NHO 大阪医療センター　事務部、2国立循環器病研究センター 企画経営部、 
3国立循環器病研究センター 財務経理部

2023年5月に独立行政法人国立病院機構大阪医療センター、国立研究開発法人国立循環器
病研究センター及び国立大学法人大阪大学医学部附属病院は、設置主体が異なる三つの高
度急性期病院が、持続可能で良質な医療の提供というそれぞれの使命を果たすための経営
基盤構築の一環として、診療材料の調達・物流等に係る取組の連携に関して、病院経営の
改善に寄与する連携した共同での取組を推進するための協定を締結しました。
この取り組みは、3機関の共同・連携した診療材料の調達・物流等に係る取組を推進するこ
とにより、病院経営の改善のみならず、メーカーやディーラーが抱える物流や在庫管理と
そのコストなどの課題解決も視野に入れ、「メーカー～ディーラー～医療現場」全体の効率
かつ最適化につながるような一つの地域モデルとなることを目指しています。
まず初めの取り組みとして、2025年4月以降のSPD委託業務の3機関共同調達に向けた検
討を昨年度から集中的に行い、2024年5月に入札公告を行いました。この検討中に明らか
になった課題、今後の展望などを含め高騰する材料費についての対応と課題を共有したい。

LS9
不整脈治療における再製造単回使用医療機器（R-SUD）使用の現状と展望
和田∙暢（わだ∙みつる）

国立循環器病研究センター 不整脈科

 不整脈に対する根治的治療法である経皮的カテーテル心筋焼灼術（カテーテルアブレーショ
ン）の実施件数は、近年増加の一途を辿っている。日本のリアルワールドデータによれば、
2014年度には年間55,049件であったのが、2022年度には年間113,260件と倍増してい
る。その増加分の多くを占めるのが、心房細動に対するカテーテルアブレーションである。
 心房細動に対するカテーテルアブレーションにおいては、肺静脈の焼灼のために、左心房
にアプローチすることが必要である。左心房へアプローチする際に、心房中隔を穿刺する。
安全に心房中隔穿刺を行うため、心腔内超音波カテーテル（ICE）が使用される。そして、肺
静脈の電位を測定・記録するために電極カテーテルが使用される。これらICE、電極カテー
テルはいずれも単回使用医療機器（SUD）であり、精密機器であるため高価である。
 欧米において、2000年代より、資源の有効活用と医療費抑制のためにSUDをメーカーで
再製造する、再製造SUD（R-SUD）が使用されるようになった。日本においても2017年に
法令整備が行われ、2020年より電極カテーテルのR-SUDが保険収載され発売開始された。
さらに、2022年にはICEのR-SUDが発売された。
 2024年度の診療報酬改訂において、R-SUD使用加算が新設され、R-SUDの保険償還点数
の100分の10が手技点数に加算される様になった。このように、R-SUDは資源保全と医
療費抑制のみならず、病院収益改善にもつながり得る点で、今後使用頻度が増加する可能性
がある。本ランチョンセミナーでは、当院でのR-SUDの使用状況について紹介し、R-SUD
の現状と今後の展望について情報共有したい。

LS8
クローン病治療の複雑化と最適化
新﨑∙信一郎（しんざき∙しんいちろう）

兵庫医科大学 医学部 消化器内科学講座

炎症性腸疾患（IBD）は消化管に慢性・持続性の炎症をきたす難治性疾患であり、クローン
病（CD）、潰瘍性大腸炎（UC）に大別される。いずれも本邦の患者数は増加の一途をたどっ
ており、若壮年層に多いことから社会的損失も大きい疾患である。CDは口から肛門まで全
消化管に炎症がおよび、貫壁性の潰瘍をきたすことから腸管狭窄や周囲との瘻孔を形成し
たり、肛門病変を認め患者の生活の質（QOL）を著しく低下させる。それまでステロイドと
栄養療法しか治療法がなかったCD治療を大きく変革させたのが、2002年に本邦で保険収
載された抗TNF-α阻害薬インフリキシマブ（IFX）である。その劇的な治療効果から多くの
CD患者さんが社会生活を営めるようになったが、IFXの無効例、効果減弱例があることが
明らかとなり、現在IFX無効例にも有効性を示す多くの薬剤が開発、保険収載されてきてい
る。活発な薬剤開発によって患者の治療選択が増えていることは好ましいことではあるも
のの、一方で適切な薬剤選択が診療上の課題となってきている。ステロイド抵抗例・無効
例にどの新規薬剤をどのような順序で使うのか、また近年開発がめざましいさまざまなバ
イオマーカーや非侵襲性検査をどのように使いこなすのか、複雑化するCD診療の現況を概
説するとともに、その最適化に向けた取り組みについて紹介したい。
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LS13-2
急性期脳卒中患者の自宅退院支援に向けたFIM評価の活用
古賀∙翔（こが∙しょう）1、溝口∙忠孝（みぞぐち∙ただたか）3、牧園∙征也（まきぞの∙せいや）1、横道∙信之（よこみち∙のぶゆき）1、
星野∙瑠璃（ほしの∙るり）2、田口∙裕子（たぐち∙ゆうこ）2、田川∙直樹（たがわ∙なおき）3、森∙興太（もり∙こうた）3、
桑城∙貴弘（くわしろ∙たかひろ）3、杉森∙宏（すぎもり∙ひろし）3、矢坂∙正弘（やさか∙まさひろ）3、梶原∙秀明（かじわら∙ひであき）1、
岡田∙靖（おかだ∙やすし）3

1NHO 九州医療センター臨床研究センターリハビリテーション部、2NHO 九州医療センター看護部、 
3NHO 九州医療センター臨床研究センター脳血管・神経内科

【背景】急性期脳卒中患者では発症後の神経症状が残存し，自宅退院を支援すべきか回復期
病院への連携を支援すべきかの判断が難しいケースがある. Functional Independence 
Measure（FIM）はActivities of Daily Living（ADL）の介助量を評価する方法の1つで，急
性期脳卒中患者はどの程度のADLで自宅退院しているかFIMを用いて検討した報告は少な
い. 【目的】急性期脳卒中患者で急性期病院から自宅退院し得る患者のADLの特徴を入院7
日目のFIM評価を用いて明らかにする．【方法】2020年7月－2021年1月の間に国立病院
機構九州医療センター（当院）脳血管・神経内科に入院した発症7日以内の急性期脳卒中患
者のうち，入院7日目に療法士によるFIM評価が可能な患者を対象とした．自宅退院群と
非自宅退院群（転院群）の2群に分類し, 自宅退院群のFIMの特徴を検討した．【結果】対象
患者176例のうち脳梗塞患者が144例, 脳出血患者が32例であった．そのうち自宅退院
群は90例（中央値74[四分位範囲62-80]歳，女性36例［40%］）, 転院群は86例（78[68-
84]歳，女性32例[37%]）で転院群が高齢であった．自宅退院群患者は, 転院群と比較し
て脳卒中病型では脳梗塞が多く（82例[91%]対62例[72%]，p＜0.01）, 入院時National 
Institutes of Health Stroke Scale（NIHSS）（1.5[1-3]対7[4-14]，p＜0.01）は軽症で, 
入院前modified Rankin Scale（mRS）（0[0-0]対0[0-2]，p＜0.01）はより軽度で在院日
数（13[11-16]日対21[17-25]日，p＜0.01）も短かった．入院時7日目FIM（123[106-
126]対66[29-94]，p＜0.01）は自宅退院群で有意に高かった．Receiver Operating 
Characteristic Curve AnalysisではArea Under the Curve（AUC）は0.87で自宅退院群
と転院群のカットオフ値はFIM 104点（感度78％，特異度85％）であった．FIM下位項目
各々の自宅退院のカットオフ値は食事，整容，清拭，更衣（上半身・下半身），トイレ動作，
排尿・排便管理，ベッド・椅子・車椅子，トイレ，歩行・車椅子，認知項目においては5点
以上であり，見守り以上の自立をしているが，浴槽・シャワーと階段の項目は4点の軽介
助であった．【結論】脳卒中急性期患者の発症7日目のFIMは独立した自宅退院予測因子で，
患者ADLの把握が可能であり，退院支援の補助となる．入浴や階段動作が軽介助であって
もその他のFIM項目が自立していることが確認できれば，自宅退院も視野に入れて退院先
を検討し得る．

LS13-1
ICUにおける人工呼吸器患者の入院関連機能障害のリスク因子の検討 
－多施設後方視研究－
内藤∙裕治（ないとう∙ゆうじ）1、渡辺∙伸一（わたなべ∙しんいち）2,3、平澤∙純（ひらさわ∙じゅん）4、森∙雄司（もり∙ゆうじ）1、
竹下∙直紀（たけした∙なおき）1、光地∙海人（こうち∙かいと）2、水谷∙元樹（みずたに∙もとき）5、上村∙晃寛（うえむら∙あきひろ）6、
西村∙将吾（にしむら∙しょうご）7、飯田∙有輝（いいだ∙ゆうき）8、浅野∙直也（あさの∙なおや）1

1NHO 静岡医療センターリハビリテーション科、2NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、 
3岐阜保健大学リハビリテーション学部理学療法学科、4公立陶生病院中央リハビリテーション部、 
5一宮西病院リハビリテーション科、6豊橋市民病院リハビリテーション科、 
7海南病院リハビリテーション科、8豊橋創造大学保健医療学部理学療法学科

【背景と目的】入院関連機能障害（Hospitalization-Associated Disability:HAD）は入院中
の安静臥床が誘因となる身体機能低下と定義されているが,ICUにおける人工呼吸器患者
のHADのリスク因子については報告されていない.本研究では,ICUにおける人工呼吸器患
者のHADのリスク因子を明らかにすることを目的とした.【方法】2019年4月から2020
年3月に全国6施設のICUで48時間以上人工呼吸器管理となった患者のうち,65歳未満,
中枢神経障害,コミュニケーション困難,入院前より歩行困難,不安定な骨折などで離床が
困難,ターミナルケアの症例を除外した.HADの有無（入院前より退院時のBarthel Index
が5点以上低下をHADと定義）で2群に分け比較検討した.評価項目は,背景因子・離床ま
での日数,せん妄発生,Medical research council（MRC）score,握力,ICU滞在日数,人工
呼吸器管理日数,在院日数とした.統計解析はHADのリスク因子について,ロジスティッ
ク回帰分析およびreceiver operating characteristic（ROC）曲線にてcut off値を算出し
た.【結果】126例の解析症例のうち,本研究におけるHAD発症率は57.1%（72例）であっ
た.HAD発症の有無での2群比較では,ICU入室時BMI,敗血症性ショック,離床までの日
数,ICU滞在日数,人工呼吸器管理日数,ICU退出時MRC scoreで有意差を認めた.HADを
目的変数としたロジスティック回帰分析の結果,ICU入室時BMI（オッズ比0.84,95%信頼
区間0.70-0.99,p=0.044）とICU退出時MRC score（オッズ比0.88,95%信頼区間0.80-
0.97,p=0.007）に有意な関連性を認めた.HAD発症を予測するためのROC曲線では,BMI
のcut off値は22[特異度0.61感度0.56,area under curve（AUC）0.65],MRC scoreは
48（特異度0.69,感度0.77,AUC 0.77）であった.【結論】人工呼吸器患者におけるICU入室
時BMIとICU退出時MRC scoreは,HADのリスク因子であることが示唆された.

LS12-2
多職種連携における看護師の役割：パーキンソン病治療の現場から
上田∙素子（うえだ∙もとこ）

NHO　鳥取医療センター 看護部

今日のパーキンソン病の治療は、薬物治療、デバイス補助療法、またホスレボドパ・ホス
カルビドパ水和物持続皮下注射療法が加わり、より選択肢の幅が広くなりました。患者の
多彩な症状に合わせて、何をどのように組み合わせていくかなど医師だけでなく多職種で
検討し、患者の症状の緩和、QOLの向上を目指して治療していくことが重要であると考え
ています。その中で、看護師はチームのキーパーソン的な役割を担っていくことが求めら
れています。そのため当院では、看護師として、より専門的にパーキンソン患者の支援が
行えるように2018年から院内認定のPD看護師の育成を開始しました。今回は、多職種連
携における当院でのPD看護師の役割や活動の実際についてご紹介します。

LS12-1
パンデミック時代のパーキンソン病診療～治療の進歩と多職種連携～
関∙守信（せき∙もりのぶ）1,2

1慶應義塾大学医学部 神経内科、2慶應義塾大学病院 パーキンソン病センター

人口の高齢化に伴い、パーキンソン病患者は世界的に急増しており、Parkinson Pandemic
という言葉まで生まれています。日本では65歳以上では100人に1人の頻度であることが
示されており、高齢者にとってはよくある病気といっても過言ではないパーキンソン病に
対して最適な医療することは大きな社会的課題であるといえます。治療が奏功し症状が安
定しているハネムーン期を過ぎると、薬の効果持続時間が短くなるウェアリングオフ現象
やジスキネジアといった運動合併症が出現し、進行期と呼ばれるようになります。進行期
は持続的ドパミン受容体刺激（continuous dopaminergic stimulation：CDS）を目指し
た治療戦略が重要で、内服薬や貼付薬による薬物療法に加え、機械を用いることで運動合
併症を軽快するデバイス補助療法（device aided therapy: DAT）があります。デバイス補
助療法としては脳深部刺激療法に加え、レボドパ・カルビドパ配合経腸用液療法とホスレ
ボドパ・ホスカルビドパ水和物持続皮下注射療法が新たに開発され選択肢が増えましたが、
これらの治療の成功には適切な導入時期と安全に継続するための体制作りが重要です。近
年、多彩な症状への対応、デバイス補助療法を含めた治療の複雑化、多くの課題を抱える
高齢患者の急増を背景に多職種連携チーム医療の必要性が非常に高まっています。最適な
チーム医療実現のためには、専門的知識を持ったメディカルスタッフの育成が急務であり、
2022年度からパーキンソン病・運動障害疾患学会（MDSJ）が「パーキンソン病療養指導士」
の認定を始めました。
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O1-1-3
NPPV設定にはPtcCO2モニターと人工呼吸器データが参考になるが実は
難しい
三橋∙寿子（みつはし∙ひさこ）、丸宮∙千冬（まるみや∙ちふゆ）、坪井∙知正（つぼい∙ともまさ）

NHO 南京都病院臨床工学室

NHO南京都病院では2022年6月から「呼吸器疾患と神経難病のための呼吸ケアセンター」
を開設し、各地から慢性呼吸不全の患者さんをご紹介いただいている。夜間NPPV中に低
換気がコントロールできずPtcCO2が80mmHg以上となるALS患者さんを紹介いただき、
PSG・PtcCO2モニタ・人工呼吸器データ・パルスオキシメータを用いて有効なNPPVの設
定を見出すことができた。同様に、呼吸困難と高炭酸ガス血症が増強した気胸合併の在宅
NPPV中のデュシェンヌ型筋ジストロフィー患者さんに、PtcCO2モニタ・人工呼吸器デー
タを用いて気胸を生じず高炭酸ガス血症が改善するようなNPPV設定を探ることができた。
その他、ほぼ24時間NPPVを使用している神経筋疾患におけるPtcCO2モニタ・人工呼吸
器データを用いたNPPV設定について、時間の許す限り報告したい。また、実際にやって
みると、人工呼吸器データの解釈がいかに難しいか報告したい。

O1-1-2
量規定換気における3種類の呼気ポートを使用した呼気1回換気量とリー
ク量の検討
宮留∙優也（みやどめ∙ゆうや）、井岡∙奈央（いおか∙なお）、坪田∙佳代子（つぼた∙かよこ）、山田∙陽子（やまだ∙ようこ）

国立精神・神経医療研究センター医療機器中央管理室

【目的】本研究では計測値・表示値を測定し、異なる呼気ポートが呼気1回換気量（以
下VTe）およびリーク量に与える影響を評価した。【方法】 人工呼吸器TrilogyEVO、
イ ン タ ー サ ー ジ カ ル 呼 吸 回 路 を 用 い て3種 類 の 呼 気 ポ ー トA,B,Cを 使 用。A/C 
VCmodeで 換 気 数12回、PEEP5cmH2O、 吸 気 時 間1.2秒 に 固 定 し、1回 換 気 量 を
200ml,300ml,400ml,500ml,600mlに設定。計測機器はPF-300を使用。5分,10分,15
分,20分,25分における計測値、人工呼吸器表示値を計測しVTeについて比較検討した。
リーク量については人工呼吸器表示値を計測し検討した。検定方法はVTeに関してはt検
定、リーク量ついてはone-way ANOVAを使用し、統計学的有意性は p＜0.05とした。

【成績】計測値と表示値ほぼ全ての計測項目において有意な差を認めた。有意な変化を示さ
なかったのはB製品の1回換気量400ml,500ml,600ml設定で、400ml設定時は計測値
440.4±8.1（ml）表示値432.8±2.6（ml）p=0.08、500ml設定時は計測値529.2±2.7

（ml）表示値528.2±3.7（ml）p=0.64、600ml設定時は計測値628.2±3.2（ml）表示値
624.0±3.1（ml）p=0.08であった。 また換気量が200mlに設定された場合、B製品の計
測値は246.4±2.8（ml）、C製品の計測値は240.2±1.0（ml）で人工呼吸器の精度基準を
逸脱してが、表示値は精度基準を満たしていた。さらにVTeの全ての計測項目でA製品は
計測値より表示値が高く、B、C製品は計測値より表示値が低く表示された。 リーク量に関
しては、全ての設定で製品間の有意な差を認めA＞B＞Cの順でリーク量が多かった。  【結
論】各製品におけるVTeとリーク量の特性を理解し、呼気ポートの違いが計測値と表示値の
間に及ぼす影響を理解する必要がある。

O1-1-1
長期人工呼吸療法患者へ対するIPVの効果について　～ EITを用いた評価
阿部∙聖司（あべ∙さとし）、和田∙将哉（わだ∙まさや）、北谷∙あや（きたたに∙あや）

NHO 西別府病院医療安全管理室

【はじめに】
肺内パーカッション換気（IPV）は無気肺の改善や痰の除去に有効であるとの報告があり気道
クリアランス療法を行うデバイスとして知られている。しかし、IPVが肺内でどのように効
果をもたらしているのか不明な点も多い。今回、終日人工呼吸器を使用しているTPPV患者
において、Electrial Inpedance Tomografy（EIT）を用いて肺内の換気分布を評価した。

【方法】
終日人工呼吸療法を受けているTPPV患者に対しEIT（Enlight2100,Medtronic）を用い、
IPV前、IPV施行中（Neutral、Hard）、IPV後を画像評価した。また、IPV施行前後で肺内
の換気分布がどのように変化したかも併せて評価した。

【結果】
IPV施行のEIT画像では胸部X線やCT評価できなかった換気の左右差が認められていた。
IPV施行後においては換気の左右差はなくなり、換気の不均等が改善していた。またIPV施
行前に比し一回換気量が増加していた。IPVの効果で末梢の分泌物が移動、拡散したことで
換気が改善した事が要因と考えられた。

【考察】
EITを用いることでIPVにおけるガス拡散の効果が視覚的に評価できた。通常人工呼吸にお
いては気道内の抵抗をうけるため呼吸設定を最適化できても換気の分布に左右差と肺の前
面に換気が集中する。IPVでは体位に依存する事がなく全体に換気が拡散しており、換気が
均てん化できていると考えられた。また今回評価で用いたEITは急性期の肺保護を目的とし
た肺胞リクルートメント目的での報告が多いが慢性期における長期人工呼吸での換気分布
評価にも有用ではないかと考える。

【まとめ】IPVは体位に依存することなく、人工呼吸器の換気で行き届かない肺末梢部位のガ
ス交換の改善効果があると考えられた。

LS13-3
COVID-19患者におけるADL低下の特徴とリハビリテーションの効果
川道∙幸司（かわみち∙こうじ）1、上岡∙紗由美（かみおか∙さゆみ）2、矢野∙歩（やの∙あゆむ）2、伊東∙亮治（いとう∙りょうじ）3、
佐藤∙千賀（さとう∙ちか）3、渡邉∙彰（わたなべ∙あきら）3、大久保∙忠義（おおくぼ∙ただよし）4、竹内∙真弓（たけうち∙まゆみ）4、
舩田∙淳一（ふなだ∙じゅんいち）5、阿部∙聖裕（あべ∙まさひろ）3

1NHO 愛媛医療センターリハビリテーション科（現 NHO 四国がんセンター）、 
2NHO 愛媛医療センターリハビリテーション科、3NHO 愛媛医療センター呼吸器内科、 
4NHO 愛媛医療センター看護部、5NHO 愛媛医療センター循環器内科

【目的】COVID-19患者のADLの特徴とリハビリテーション（リハ）の効果について検討し
た。【対象と方法】国立病院機構愛媛医療センター（当院）のCOVID-19専用病棟に入院した
患者のうち、リハを実施した21名を対象とした。診療記録を後方視的に調査し、年齢・重
症度・リハ実施日数・ICU治療の有無・転倒リスクの有無・ADL（罹患前・入院時・退院時）
などを調査した。また各時期のADLからADL低下率と改善率を算出した。ADLの指標に
はBarthel Indexを用いた。対象を軽・中等症群（10名）と重症群（11名）の2群に分けて
検討した。感染対策は院内のマニュアルを遵守し、すべて直接介入によるリハを実施した。

【結果】リハ実施患者は259名中21名（8%）であった。重症度の内訳は、軽症：5名（24%）、
中等症Ⅱ：5名（24%）、重症11名（52%）であり、重症群はすべてデルタ株流行期間に入
院した患者であった。リハ実施日数は、重症群（中央値：13日）が軽・中等症群（6日）より
有意に長かった。全例の入院時ADL（55点）は罹患前（100点）より有意に低く、退院時（85
点）は入院時より有意に高かった。重症群のADL低下率は、軽・中等症より有意に大きかった。
重症群の45%が転倒リスクを経験していた。【考察】流行株によって、年齢や重症化の程度
は異なっていた。罹患前と比較して、入院時のADLは低下しており、その低下率は重症群
で大きかった。重症群ではICU治療に起因する身体機能の低下や骨格筋量の減少がADL低
下の要因として考えられる。入院中のリハ提供は、ADL改善に有効であった可能性がある。

【結論】COVID-19は、しばしばADL低下を合併する疾患であり、多職種によるリハ医療の
提供が必要と思われた。
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O1-2-1
食物アレルギーの移行期支援の課題について
中山∙美帆（なかやま∙みほ）1、進∙文栄（しん∙ふみえ）1、原田∙瑞紀（はらだ∙みずき）1、松本∙萌（まつもと∙めぐみ）1、
石倉∙稔也（いしくら∙としや）2、吉元∙陽祐（よしもと∙ようすけ）2、増本∙夏子（ますもと∙なつこ）2

1NHO 福岡東医療センター栄養管理室、2NHO 福岡東医療センター小児科

【背景】乳幼児期発症の即時型食物アレルギーの多くは耐性を獲得するが、学童期の有症率
は6.3％で増加傾向にある。食物アレルギーに対する栄養食事指導は診療と並行して継続す
ることが望ましく、年齢とともに対象を保護者から本人へ移行する必要があるが、栄養食
事指導料の算定対象は9歳未満児に限定されており、学童期以降の継続支援は困難である。

【目的】食物アレルギー学童児のセルフマネジメントの現状についてアンケート調査を行い、
課題を把握し今度の支援について考える。【方法】令和6年3 ～ 4月に食物経口負荷試験（以
下OFC）を実施した8歳以上患児11名を対象とし、保護者見守り下で自己記入式アンケー
トを実施した。【結果】対象者は男8名女3名。以下中央値で年齢11（8-16）歳、原因食物
は牛乳7例、鶏卵1例他で、複数アレルゲン有は63％、栄養指導回数は7（2-10）回だが9
歳以上では1（0-4）回であった。知識についての理解度は、原因食品、症状は100％、アナ
フィラキシー 63％で、安全閾値に対する理解は45％と低かった。安全量の原因食物を摂
取する意義は100％理解できていたが、家庭での継続は44％、耐性獲得済みの食品の除去
継続が54%おり、除去に伴う栄養素不足認識は36％と低かった。アレルゲン表示の確認は
90％が実施していたが、学習機会無しが55％であった。周囲への理解促進は、先生に対し
ては100％、友達･祖父母に対して90％と高かった。【結論】学童期の食物アレルギー児で、
安全摂取量の理解や栄養の知識が不足しておりセルフマネジメント能力を向上させる支援
の必要性が示唆された。

O1-1-6
CARTO3システムVersion 8とElevateTM Moduleの使用経験
槙尾∙圭一郎（まきお∙けいいちろう）、中崎∙宏則（なかさき∙ひろのり）、藤井∙順也（ふじい∙じゅんや）、
守田∙佳保里（もりた∙かほり）、町屋敷∙薫（まちやしき∙かおる）、高橋∙駿平（たかはし∙しゅんぺい）、中村∙貴行（なかむら∙たかゆき）

NHO 大阪医療センター臨床工学室

【背景】
近年、心臓アブレーション治療における3Dマッピングシステムの高機能化は著しく、これ
による手技の安全性と治療成績の向上が期待される。今回、我々の施設で先行導入となっ
たCARTO 3システムVersion 8（以下：V8）とElevateTM Moduleについて、新たな知見
を得たので報告する。

【目的　および　方法】
心房細動・心房頻拍症例において、洞調律時および頻拍時のmappingをV8のEnhanced 
COFIDENSETM と従来のVersion7.5（以下：V7.5）のCOFIDENSETM Moduleを用いて施
行した。V8ではElevateTM Moduleを用い、V8とV7.5のmapping結果を比較し、電位
解析と視覚化にどのような影響を与えるかを検討した。

【結果】
V8では、取得したPointに対して独自のフィルター調整機能を用いることでV7.5に比べ、
より精度の高いmappingが可能であった。V7.5では感覚的なgap把握であったが、V8で
はTag to Tag間隔が計測され、正確な数値を元にgap把握が可能となった。

【考察】
V8では、独自のフィルター調整機能によりmapping精度調整が容易になり、Map作成や
データ解析の時間短縮が可能である。さらにElevateTM Moduleを使用することで視覚化
情報も追加され、治療成功率が向上した。

【結論】
V8を用いることで高度なmapping精度と視覚情報強化により電位解析時間が短縮し、さ
らに治療成功率の向上が見込まれる。

【結語】
今後も使用経験を重ね、V8とElevateTM Moduleのさらなる有用性を検証し、フィード
バックによる今後の改善に期待したい。

O1-1-5
肺静脈隔離術における心室ペーシングに体外式ペースメーカ使用の検討
村上∙浩哉（むらかみ∙ひろや）1、小川∙直（おがわ∙なおき）1、大嶋∙利彦（おおしま∙としひこ）1、戸田∙修一（とだ∙しゅういち）1、
森∙文章（もり∙ふみあき）2

1NHO 横浜医療センター集中管理部、2NHO 横浜医療センター循環器内科

【背景】経皮的心筋焼却術に使用するペーシングシステムは日本光電社製カーディアックス
ティムレータ SEC-5104（スティムレータ）を採用している。肺静脈隔離術（PVI）では主に
DVIモード（DVI）を使用していたが、スティムレータの心室チャネル（S2）のセンシング
不全を起因とした不要な心室ペーシングがあり、Pece Mappingに悪影響をきたす事例が
あった。この現象を防止すべく、PVIでの心室ペーシングをabbot社製体外式ペースメー
カ 3077（SSI）で独立的に管理を行った。心房ペーシングはこれまで通りスティムレータを
用いた。これにより心室チャネルのセンシング不全が無くなり、適切な心室ペーシングが
行えた。一方で、日本光電社製ポリグラフ RMC-5000に心室電位を表示することが出来ず、
スティムレータからのペーシングが行えないという問題が生じた。【目的】PVI中の心室ペー
シングをSSIで管理しながら、ポリグラフに電位表示が可能になる方法を検討した。【方法】
信号分配ケーブルをスティムレータ電極ボックスに組み込み、SSIとポリグラフ両方に信号
の分配を可能とした。【結果】分配ケーブルを組み込むことで、ポリグラフへの電位表示が
可能となった。これにより、スティムレータからのペーシングが可能となった。【考察】ポ
リグラフに電位表示したことで、センシング不全の予防のみならず、電位観察が可能とな
り従来のシステムに比べ、安全に治療を遂行できた。またスティムレータからのペーシン
グが可能であるため、電気生理学的検査（EPS）への対応も可能となった。【結語】分配ケー
ブルを組み込むことによって、SSIとポリグラフの両方でペーシングの管理をすることが可
能となった。

O1-1-4
胃・食道内pH・インピーダンス測定の胃瘻造設術前スクリーニングテス
トとしての有用性
榎本∙豊（えのもと∙ゆたか）、伊藤∙俊人（いとう∙としひと）、飯野∙高之（いいの∙たかゆき）、高松∙功（たかまつ∙いさお）、
大石∙英人（おおいし∙ひでと）、谷戸∙祥之（やと∙よしゆき）

NHO 村山医療センター麻酔科

【目的】当院は過去8年間で108例の胃瘻造設を実施しており、そのほとんどが他院からの
依頼であり、術後は前医に診療を引き継いでいる。その際に胃酸逆流の有無を評価されて
いないと術後に逆流性食道炎（GERD）の増悪をきたし、不利益をもたらす可能性がある。
胃酸逆流はGERDだけではなくNERDの可能性もあるため、当院では2023年より胃瘻造
設予定の患者様に対して胃・食道内pH・インピーダンス測定を実施している。術前に測定
を実施し逆流性食道炎の診断基準に基づいて消化液の逆流の有無、程度を評価するもので、
今回その有用性について検討を行なった。【方法】成人患者様10名、重症心身障害患者様7
名に測定を実施した。胃瘻作成術の2日前に入院し、X線透視化でpH・インピーダンス測
定用カテーテルを挿入留置、24時間の測定、解析を行った。【成績】測定を行った17例中
5例に逆流が認められ、うち4例に関しては紹介・来院時に逆流性食道炎の診断が為されて
いないことが判明した。【結論】本測定で初めて逆流の診断が為された4例のうち、3例が脳
疾患や重症心身障害など自覚症状、訴えに乏しい症例であった。そのため胃酸逆流の診断
が遅れていたと考えられ、本測定は胃酸逆流の診断、また逆流の程度によってNissen噴門
形成術の追加を検討する判断基準として有用であると考える。
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O1-2-5
慢性腎臓病ステージG3b ～ G5患者における低亜鉛血症スクリーニングに
有用な臨床指標の探索～バリデーションコホート研究による評価～
安藤∙翔治（あんどう∙しょうじ）1、岡∙哲（おか∙さとる）2、千上∙みどり（ちがみ∙みどり）3、四元∙有吏（よつもと∙ゆり）3

1NHO 嬉野医療センター栄養管理室、2NHO 長崎医療センター腎臓内科、 
3NHO 長崎医療センター栄養管理室

【目的】慢性腎臓病（CKD）患者は、亜鉛欠乏を呈しやすい。亜鉛欠乏では貧血治療の低反応
性や心血管障害を生じ、心腎貧血症候群によってCKDを進行させる可能性がある。よって、
積極的な亜鉛欠乏治療が求められるものの、どのような臨床背景の患者において血清亜鉛
濃度を評価すべきか明らかになっていないため、亜鉛欠乏の発見、治療が遅れる可能性が
ある。そこで、CKDステージG3b ～ G5（以下、進行性CKD）患者における血清亜鉛濃度
60、80μg/dL未満のスクリーニングに有用な臨床指標を探索し、検証した。【方法】検討
1；血清亜鉛濃度60、80μg/dL未満の関連因子を二項ロジスティック回帰分析で同定し、
ROC曲線解析でカットオフ値を算出した。検討2；バリデーションコホート研究として別
の患者群でカットオフ値のF値（0 ～ 1で評価し、値が高いほどよりよいスクリーニングを
示す）を算出し、検証した。対象；検討1は2021 ～ 2022年、検討2は2019 ～ 2020年
の期間に長崎医療センター腎臓内科で午前に血清亜鉛濃度を測定した進行性CKD患者とし
た。【結果】検討1の対象患者は49名で、血清亜鉛濃度60、80μg/dL未満はそれぞれ17、
42名であった。血清亜鉛濃度60、80μg/dL未満の関連因子は血清アルブミン（Alb）濃度
であり、そのカットオフ値はそれぞれ3.5、3.6g/dL以下であった。検討2の対象患者は
36名で、血清亜鉛濃度60、80μg/dL未満のカットオフ値のF値はそれぞれ0.61、0.74
であった。【結論】進行性CKD患者における低亜鉛血症スクリーニングに有用な臨床指標は
血清Alb濃度である。

O1-2-4
NSTから発信する沖縄病院における新たな栄養管理体制の検討
赤坂∙さつき（あかさか∙さつき）1、座波∙彩美（ざは∙あやみ）1、金城∙琴音（きんじょう∙ことね）1、大村∙葉子（おおむら∙ようこ）2、
末吉∙温子（すえよし∙あつこ）2、城間∙啓多（しろま∙けいた）3、池上∙幸恵（いけがみ∙ゆきえ）4、玉城∙誠（たましろ∙まこと）5、
妹尾∙洋（せのお∙ひろし）6、樋口∙大介（ひぐち∙だいすけ）6

1NHO 沖縄病院栄養管理室、2NHO 沖縄病院看護部、3NHO 沖縄病院リハビリテーション科、 
4NHO 沖縄病院薬剤部、5NHO 沖縄病院検査科、6NHO 沖縄病院医局

【目的】当院は肺癌や神経筋疾患患者のNST依頼が多く問題点として化学療法の影響による
味覚障害や食事量低下,体重減少,病状進行に伴う嚥下障害や投与経路の変化がある｡ 栄養
介入方法の検討と取組み結果を踏まえた課題を報告する｡【方法】期間:R5年4月-R6年3
月,1）栄養スクリーニング方法を変更:食事摂取量低下,BMI18.5以下,褥瘡,Alb3.0/dL以下
の1点該当で依頼をする仕組みとした。2）NST記録3）栄養指標血液検査の見直し4）食欲
不振食を改定した。【結果】NST依頼は脳神経内科,呼吸器内科,呼吸器外科の順で多く依頼
内容は栄養状態改善,経腸栄養管理の順で多かった。総介入件数はR4年度261件,R5年度
266件,算定はR4年229件,R5年度258件と増加した。総合評価はR4年度終了者112名,
改善70名,不変18名,悪化14名,評価不能10名。R5年度終了者131名,改善77名,不変
23名,悪化20名,評価不能11名。入院後初回介入まではR4年度31日（療養除く）,R5年度
12日（療養除く）。食欲不振食はR4年度844食,R5年度1820食と増加した。【考察】スクリー
ニング方法の変更とNST記録の見直しで病棟との連携が円滑になり,依頼数増加と介入まで
の期間短縮に繋がった｡ また栄養指標血液検査のセット化でデータが揃い,改善に要する期
間も短縮された｡ 食欲不振食の利用は2倍に増加,癌患者の栄養改善に繋がった｡ 一方で嚥
下障害に対応した食欲不振食はないため,食種の改定は継続し取組む必要がある｡【結論】栄
養管理に関わる各職種の役割を明確にし,スクリーングやプランニングが行えるシステムを
構築する事が栄養管理体制の質向上に必要である｡ 課題としてR6年診療報酬改定に伴い低
栄養スクリーニング,GLIM基準導入を進めており情報の一元化が必要と考える｡

O1-2-3
口腔アセスメントOHAT-J導入後の現状と課題
横山∙知子（よこやま∙ともこ）

NHO 呉医療センター 7B病棟

〔目的〕口腔アセスメントOHAT-J（以下OHAT）導入後の現状と課題を調査する。〔方法〕A
病院の病棟に勤務している看護職員を対象に口腔ケアの重要性、対象者の選定、口腔アセ
スメントの重要性、OHATの評価、口腔ケアを行うため工夫すべきことについて、グーグ
ルフォームを用いてアンケートを実施した。本研究はA病院の倫理審査で承認を得た。〔結
果・考察〕アンケートの回収率は19.2％であった。口腔ケアが非常に重要と回答したのは
93.5％、対象者の選定にOHATを用いると回答したのは43.5％であり、OHATを正しく
評価できていると回答したのは10.9％、口腔アセスメントが非常に重要と回答したのは
55.4％であった。OHATを正しく評価できたのは、口唇11.9％、舌8.6％、歯肉・粘膜3.2％、
唾液13％、残存歯15.2％、義歯21.7％、口腔清掃32.6％、疼痛5.4％であり、口腔ケア
の重要性の認識は高いが、アセスメントの重要性の認識は低く、OHATの正答率は特に歯肉・
粘膜評価が低いことが明らかになった。対象者に口腔ケアを必ず行っていると回答したの
は41.9％、口腔ケアを行うために工夫すべきことは、43のコード、17のサブカテゴリー、
8のカテゴリーに分類された。カテゴリーは【習慣化】【時間の確保】【適切な観察とアセス
メント】【知識・技術向上】【看護師間の指導】【物品の充実と適切な使用】【情報共有】【症
状別ケア】であった。口腔アセスメントの重要性の認識が低いことが、OHAT正答率の低さ
に繋がっていると考えられる。〔今後の課題〕回答率が低いため引き続きの調査が必要であ
るが、OHATによる正しい口腔アセスメントの普及のために、口腔アセスメントの重要性
の意識向上を目指すことを課題としたい。

O1-2-2
食事の必要性を伝えられたアルコール多飲による栄養失調患者の一例
吉田∙有希（よしだ∙ゆうき）1、高城∙佳奈子（たき∙かなこ）1、梅本∙啓史（うめもと∙ひろふみ）2、清∙美紗紀（きよ∙みさき）3、
蓑部∙町子（みのべ∙まちこ）4、羽田∙明生（はだ∙あきお）5、鹿島∙克郎（かしま∙かつろう）6

1NHO 指宿医療センター栄養管理室、2NHO 指宿医療センター薬剤科、 
3NHO 指宿医療センター検査科、4NHO 指宿医療センター看護部、 
5NHO 指宿医療センター消化器内科、6NHO 指宿医療センター循環器内科

【はじめに】
食生活が不規則でアルコール中心の独居の男性患者は多いと感じる。患者背景を確認する
と、家庭環境や性格により自分で節酒ができずアルコール多飲が続いている症例が多い。
常習的な過剰飲酒は肝硬変や肝癌のリスクを高めるため、断酒あるいは節酒の継続が重要
である。今回、アルコール多飲による栄養失調患者に入院中栄養管理を行い、退院後も外
来での栄養指導を継続した症例を経験したため報告する。

【症例】
当院へ外来通院中の60歳代男性。体重減少、下腿浮腫等あり栄養失調の診断にて入院と
なる。また、両足腫脹・疼痛あり骨粗鬆症の診断。入院時身体所見は身長163.9cm、体重
45.6kg、BMI17.0/m2。独居で離婚歴は3回、家族はいない。

【経過】
入院時よりNST介入。自宅の食事内容聴取から、エネルギー摂取量は食事で500-
1000kcal/日、アルコールで1500kcal/日と考え、リフィーディング症候群を考慮し栄養
管理を開始した。軟菜食（Ene1650kcal）から開始し摂取状況は良好。微量元素不足も考慮
し栄養補助飲料を付加した。入院中は退院後の食生活に向けた食事指導を繰り返し、本人
の食事やアルコールに対する意識づけと認識変化を確認した。44病日目に軽快退院し、そ
の後2か月毎に外来受診中。

【考察】
今回の入院で患者は体重増加や浮腫や肝機能の改善を実感し、食事療法の必要性を理解す
るきっかけになった。退院後も継続できる目標を患者に合わせて一緒に考えるためには、
患者個人の生活背景の把握だけでなく抱えている様々な問題点にも注目する必要がある。
協力者のいない独居男性の病気の再発を防ぐために、定期的な外来栄養指導を通して食事
管理の支援を行うことが重要である。
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O1-3-3
建物を大切に使うために
金子∙薫（かねこ∙かおる）、牧田∙雄三（まきた∙ゆうぞう）、渋谷∙誠司（しぶや∙せいじ）、國久∙勝（くにひさ∙まさる）

NHO 本部財務部整備課施設整備企画室・設計室

NHO本部の施設整備設計室は、NHOの各病院の建物の新築・改修、設備（空調・照明など）
の更新など、施設整備に関する様々な業務に携わっています。
病院の建物は、新築してから上手にメンテナンスを行うことで65年以上使用可能です。空
調や照明は十数年で寿命を迎え、外壁や屋根・室内も劣化していくので、定期的に交換・
修繕や改修を行いリフレッシュしなくてはなりません。さらに、最新の医療事情への対応や、
感染に強く、地震・水害などの災害に耐えうる建物に変化していくことも必要です。
また、令和9年に蛍光灯が製造中止になります。病院の建物にも数多くの蛍光灯が使われて
いるので、当然これらをLEDに取り換えることになります。これを機に、建物の状況や使
い方を見直してみませんか。
総合医学会開催期間中は、建物や設備に関する施設整備相談ブースを設置しておりますの
で、こちらにも気兼ねなくお立ち寄りください。

O1-3-2
動画配信サービスを活用した広報活動～ボトムアップで始める病院ブラン
ディング～
黒崎∙栄治（くろさき∙えいじ）1,2、小川∙直（おがわ∙なおき）1,3、大嶋∙利彦（おおしま∙としひこ）1,3、
古澤∙久美子（ふるさわ∙くみこ）1,4、高瀬∙昌浩（たかせ∙まさひろ）1,5、小井土∙啓一（こいど∙けいいち）1,6、鈴木∙彰康（すず

き∙あきやす）1,4,7、野口∙啓太（のぐち∙けいた）1,4,7、長塚∙敏郎（ながつか∙としろう）1,4,7,8、高木∙靖之（たかぎ∙よしゆき）1,4,7、
宮崎∙弘志（みやざき∙ひろし）1,4、宇治原∙誠（うじはら∙まこと）1,4

1NHO 横浜医療センター広報委員会、2NHO 横浜医療センター放射線科、 
3NHO 横浜医療センター集中管理部、4NHO 横浜医療センター広報部、 
5NHO 横浜医療センター相談支援センター、6NHO 横浜医療センター薬剤部、 
7NHO 横浜医療センター経営企画室、8NHO 相模原病院管理課

【背景】
横浜医療センターでは、経営改善や患者サービスの新たなアイディアを広く募集する活動

「K-AIZEN」を2021年に実施した。その中で、動画配信サービス「YouTube」のチャンネ
ル開設を提案し、院内の手続きを経て承認された。同時期に広報部の新設と広報委員会の
再編が行われ、広報委員会内に「動画制作チーム」が結成された。

【方針】
当チャンネルは「市民への情報提供」「職員確保のための情報提供」を目的とした。

【情報収集と運用開始】
2022年に各医療機関のチャンネル開設とその運用状況について情報収集・分析を行った。
看護師募集に関わる紹介動画の再生数が圧倒的に高いことが分かった。コンテンツ制作は、
一部のみ外注としており、「動画制作チーム」現存スタッフによる兼業運用が中心となって
いる。また、コンテンツのアイディアは院内職員から広く「応募」を行っている。公式Web
サイトトップページに自動再生フレームを設置して融合を図った。

【実績】
2024年6月現在動画投稿本数は33本、そのうち再生回数が1万回以上の動画は2本、
5000回以上の動画は4本であった。また、市民向けのLIVE配信を2回実施した。チャン
ネル登録者数は1000人。チャンネル創設からの総視聴回数12.7万回、総再生時間5400
時間（過去366日：8.6万回／ 3800時間）である。

【課題】
コンテンツの充実はもちろんであるが、インターネットは誰でもどこでもアクセス可能で
あり、意図して設定を修正しない限り公開され続けるため、出演者の同意取得も含めたプ
ライバシーへの配慮が喫緊の課題である。また、公式Webサイトの更新ができない際の代
替手段として活用することも検討したい。

O1-3-1
広報活動によるマイナ保険証利用率の向上を目指す
野口∙啓太（のぐち∙けいた）1,4,7、春成∙有梨沙（はるなり∙ありさ）1,4、
古澤∙久美子（ふるさわ∙くみこ）1,4、吉澤∙智美（よしざわ∙ともみ）1,5、小川∙直（おがわ∙なおき）1,3、鈴木∙彰康（すずき∙あきやす）1,7、
春藤∙尚子（しゅんどう∙なおこ）1,8、青木∙智子（あおき∙ともこ）1,9、黒崎∙栄治（くろさき∙えいじ）1,2、大杉∙健司（おおすぎ∙けんじ）1,5、
小井土∙啓一（こいど∙けいいち）1,6、高木∙靖之（たかぎ∙よしゆき）1,4,7、宮崎∙弘志（みやざき∙ひろし）1,4

1NHO 横浜医療センター広報委員会、2NHO 横浜医療センター放射線科、 
3NHO 横浜医療センター集中管理部、4NHO 横浜医療センター広報部、 
5NHO 横浜医療センター地域医療連携室、6NHO 横浜医療センター薬剤部、 
7NHO 横浜医療センター経営企画室、8NHO 横浜医療センター看護学校、 
9NHO 横浜医療センター看護部

【背景及び目的】令和6年度診療報酬改定により、医療DX推進体制整備加算が新設され、マ
イナ保険証の利用率が一定割合以上必要となった。当センターでは企画課医事部門が、ポ
スター掲示やカードリーダーの設置など行っているが、直近の利用率は3.7％と低迷してい
たため、広報部としてマイナ保険証の利用率向上に取り組むこととなった。当センター広
報部の強みは、多職種（医師、看護師、薬剤師、放射線技師、検査技師、臨床工学技士、理
学療法士、栄養士、事務職等）で構成されており、多角的な視点で課題解決ができること。
そしてHPの更新からYouTubeへの投稿まで、様々な広報媒体を活用し幅広い年齢層に発
信できることである。当センターは紹介受診重点医療機関であり、患者さん及び近隣クリ
ニック等への周知が必要となるため、これらの取組について、広報部の多角的な課題解決
及び幅広い年齢層への発信力を活用することで、マイナ保険証利用率の向上に貢献できる
と考える。【方法】患者さん及び近隣クリニック等へのマイナ保険証普及活動を通して、当
センターのマイナ保険証利用率の向上を目指す。具体的には、患者さんの当センター来院
時に啓発活動を行い、マイナンバーカードの持参から保険証登録、利用までを当センター
で実施する。そして近隣クリニック等には、当センターへの紹介件数が多い施設を重点先
として訪問する予定である。マイナ保険証の利用で情報の一元化ができ、緊急時でも患者
さんへ適切な診療が実施できるなど、医療機関と患者さん双方にメリットがある点を訴求
していく。【結果】具体的な活動はこれから行うため、利用率及び取組の詳細等について本
学会にて報告する。

O1-2-6
肝硬変患者における血漿フィッシャー比の低下を予測する臨床指標の探索
安藤∙翔治（あんどう∙しょうじ）1、小森∙敦正（こもり∙あつまさ）2、千上∙みどり（ちがみ∙みどり）3、四元∙有吏（よつもと∙ゆり）3

1NHO 嬉野医療センター栄養管理室、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター、 
3NHO 長崎医療センター栄養管理室

【目的】肝硬変患者は血漿分岐鎖アミノ酸（BCAA）が減少し、血漿フィッシャー比が低下し
やすい。BCAAを補充することで、栄養障害や肝がんの発症、生存期間を改善させる。しかし、
日常的に血漿フィッシャー比を測定することは少なく、BCAAの補充が遅れ、患者予後に
影響する可能性がある。よって、日常で評価される臨床指標にて血漿フィッシャー比の低
下を予測することができれば、より実用的で早期からのBCAA製剤による栄養療法が導入
可能となる。そこで、本研究は血漿フィッシャー比の低下を予測する新たな臨床指標を探
索した。【方法】2017年1月～ 2022年5月に国立病院機構　長崎医療センターで入院し、
早朝空腹時に血漿アミノ酸濃度を測定した肝硬変患者を対象に診療録を後方視的に調査し
た。【結果】対象患者は16名で、血漿フィッシャー比の低下（基準値の下限2.43未満）は13
名（81.3％）であった。重回帰分析の結果、血漿フィッシャー比の関連因子はALBIスコア（回
帰係数-0.8、p=0.001）、血清アルブミン（Alb）濃度（回帰係数0.8、p=0.003）、プロトロ
ンビン活性％（回帰係数0.01、p=0.042）であった。また、ROC曲線解析で血漿フィッシャー
比の低下のカットオフ値（AUC）を算出した結果それぞれ、ALBIスコア -1.65以上（0.974）、
血清Alb濃度 2.8 mg/dL以下（0.936）、プロトロンビン活性56.4％以下（0.872）であり、
ALBIスコアのAUCがもっとも高かった。【結論】血漿フィッシャー比の低下を予測する臨
床指標はALBIスコアであることが示唆された。
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O1-4-1
非閉塞性腸管虚血と腸管嚢腫様気腫症の鑑別に関する検討
稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、多代∙充（たしろ∙みつる）、横山∙由依（よこやま∙ゆい）、印牧∙弘貴（かねまき∙ひろき）、
清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、羽田∙拓史（はだ∙たくみ）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、田中∙健太郎（たなか∙けんたろう）、
富永∙奈沙（とみなが∙なさ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、
末永∙雅也（すえなが∙まさや）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【背景】腸管気腫と門脈ガスを認めた場合、非閉塞性腸管虚血（NOMI）と腸管嚢腫様気腫症
（PCI）の鑑別が必要である。NOMIとPCIの病態や予後は異なるが、両者の鑑別に苦慮す
ることも多い。今回、NOMIとPCIの鑑別因子を探索することを目的に検討した。【方法】
DPCデータベースを用いて、2011年1月から2024年5月までに「門脈ガス血症」、「腸管
気腫症」、「NOMI」で入院した症例を対象とした。治療により改善した症例（改善群）と死
亡した症例（死亡群）にわけ、臨床所見や検査所見を比較検討した。【結果】全42例中、改
善群は22例、死亡群は20例であった。改善群と死亡群で、年齢（78 vs. 89歳, p=0.02）、
ショック状態の有無（23 vs. 60%, p=0.03）、白血球数（8100 vs. 13750/μL, p＜0.01）、
Lactate（1.8 vs. 3.7 mmol/L, p=0.04）に有意差を認めた。腹膜刺激兆候の有無は両群間
で有意差を認めなかった。画像所見上、腸管虚血を示唆する腸管の造影不良、門脈ガス血
症、腹腔内脂肪織濃度上昇、浮腫状壁肥厚の有無は有意差を認めなかった。死亡につなが
るリスク因子に関する単変量、多変量解析の結果、年齢（＞87歳, p＜0.01）、白血球数（＞
12000 /μL, p=0.02）、Lactate（＞2 mmol/L, p＜0.01）が独立したリスク因子となった。

【考察】今回の検討で、NOMIとPCIの鑑別につながる特定の画像所見は認めなかった。年齢、
白血球数、Lactateがリスク因子となったが、他の臨床所見や検査所見も含めて総合的に判
断することが重要と考えた。

O1-3-6
収賄事件に関する調達部門が実施する改善の取り組み
斎藤∙知二（さいとう∙ともじ）

国立がん研究センター財務経理部調達課

【背景】
国立がん研究センター中央病院では、元放射線技術部長が収賄の罪により逮捕され、令和5
年8月に有罪判決が出るに至った。本件については、既にHPで周知のとおり、理事長以下
法人が一丸となって、改善に努めている。一方、こういった契約に関する汚職事件は、国
立病院機構及び国際医療研究センターの元職員と出入りの電気屋との事件や千葉県東金市
の東千葉メディカルセンターの元職員と医事業務委託業者との事件など、散見されること
を考えれば、誘惑してくる業者の存在も含めて、公務員の責務を担う医療機関においては、
他人事にはできない問題でもある。

【目的】
国立がん研究センターが一丸となって行う改善策において、調達業務に関する改善策は非
常に重要であり、かつ極めて実務上の配慮を必要とする。今回のNCC調達部門における改
善策の策定においては、実務上に配慮した堅実な改善策の策定と着実な実行を目的として
いる。

【取り組み】
当該事件の舞台となった調達手続きの詳細を精査し、問題点を抽出、改善策を検討した。
特に、実務上の問題点について、業務の進め方や具体的な注意点を明確にし、継続的な改
善に資するためにも、透明性の向上を強く意識した改善策の策定を行い、運用に取り組ん
でいる。

【考察】
現在、改善策の実施を着実に進めている。今回、改善策の策定プロセスと医療機関が気を
付けるべき具体的なポイントを示し、医療機関の調達における透明性の向上による適正化
の推進と職員が犯罪に巻き込まれないためのリスクヘッジとして活用頂きたい。また、こ
の改善策を実施することによる、副産物的な効果にもご注目頂きたい。

O1-3-5
公募型企画競争における競争性の確保 

［地下水活用システム業務委託事業］
鈴木∙道生（すずき∙みちお）1、石澤∙英夫（いしざわ∙ひでお）2、鈴木∙康人（すずき∙やすひと）1、水澤∙秀行（みずさわ∙ひでゆき）3

1NHO 宇都宮病院事務部、2NHO 西新潟中央病院事務部、3NHO 霞ヶ浦医療センター事務部

【はじめに】2021年12月、既存の井水プラントが故障し上水に切り替わる。水道料の負担は、
病院経営を圧迫することになる。また、大規模災害が発生した際には、水の厳重な備えが
必要不可欠である。早急に調達をすることが必要になった。

【取り組み】2022年1月より調達方法の検討を始めた。他施設へ照会を行い、仕様書・評価
基準を取り寄せた。コストの抑制、設備の維持・保守、災害時の水確保の観点から公募型
企画競争を採用した。ホームページ等から業者にコンタクトを取り、企画提案書・評価基
準についてヒアリングを行った。業者の参加意欲を高めるため、評価基準の項目、点数配
分を検討し策定を進めると同時にリスク回避の対応にも配慮した。

【結果】国立病院機構に初参入となる業者と、当初想定していた単価を大幅に下回る単価で
契約を締結することが出来た。

【まとめ】評価基準を検討したことにより、競争性の確保を実現した。業者の実績や経営状
況等を調べ、業者とのヒアリングを通して情報提供してもらうことが重要である。競争性
の確保とリスクの回避とのバランスを取ることが不可欠である。

O1-3-4
建物を継続的に使うために
井上∙和希（いのうえ∙かずき）1、齋藤∙久美子（さいとう∙くみこ）2

1NHO 本部財務部整備課施設整備設計室、2JCHO 本部運営支援部整備支援課（元NHO 本部財務部）

病院を建築する際には、自然災害に対して病院機能を維持する対策を講じています。その際、
災害の状況を想定する基とするのが、市町村に策定が義務付けられ作成・公表されている
ハザードマップです。（このハザードマップは、災害による人的被害を防ぐために、想定さ
れる区域の住民等の避難に必要な各種情報をわかりやすく図面などに表示し、周知してい
るものです。）近年、台風の進路から離れた地域においても、局地的な豪雨による冠水被害
など、これまでにない水害の事例が増えてきていることから、その事例を踏まえて適宜更
新されているため、病院の建築時に想定した状況の見直しが必要となってきています。内
水洪水から小規模な津波まで段階的な水害に応じて、被害を最小限にとどめることにより、
復旧が容易で通常の病院運営を可能とする対策などを検討し、対応する取組みを紹介いた
します。
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O1-4-5
高度救命救急センターにおける院内トリアージの現状分析とアンダートリ
アージの要因
内野∙佳樹（うちの∙よしき）

NHO 長崎医療センター看護部

【はじめに】A病院は三次救急医療施設で救急患者応需率99％であり年間約1万2000人の
患者を受け入れている。その中でwalk in患者は年間5000人程来院される。救急車対応が
優先され待合が混雑する中、患者の状態を把握・評価し、緊急度の高い患者を迅速に診療
に繋げることを目的に2019年よりJTAS（日本版緊急度判定支援システム）を用いた院内
トリアージを開始した。【目的】A病院のJTASを用いた院内トリアージの現状分析とアン
ダートリアージ（以下UT）の要因を明らかにすることを目的とする。【調査対象及び方法】
調査対象：2019年4月1日から2024年3月31日にA病院救急外来をwalk in受診した患
者。方法：walk in患者数、トリアージ実施件数、勤務帯、UT件数、UT患者の症状、疾
患、診療科情報を後ろ向きに調査し単純集計した。【結果】調査期間中のwalk in患者総数
は27,987名でトリアージ実施総数は16,435名（58%）。UT数は409件でありUT率は
2.4％。UTの多い疾患としては、成人では「感染症（20%）」「肝臓内科疾患（15%）」「消化
器疾患（13％）」、小児では「感染症（37％）」「消化器疾患（11％）」の順で多く見られた。また、
JTASに沿った評価が行われずUT判定となった症例が179件（43%）であった。【考察】A
病院のUT率は2.4%であり、全国平均の2.8％と比較すると低い結果であった。UTの要因
として、JTASを活用できていないことが挙げられ、JTASの使用に関する理解を深める必
要があると考える。また、成人、小児において感染症に対するUTが多く見られており、バ
イタルサインの評価不足が要因として考えられる。事例検討を行いアセスメント力の向上、
トリアージ精度の向上に努める必要がある。

O1-4-4
湘南病院前脳卒中スケール（SPSS）を用いた脳卒中疑い傷病者の病型解析
齋藤∙良一（さいとう∙りょういち）1、小室∙健司（こむろ∙けんじ）4、守田∙誠司（もりた∙せいじ）2、本多∙ゆみえ（ほんだ∙ゆみえ）2、
佐藤∙浩（さとう∙ひろし）3、黄木∙昇（おうき∙のぼる）4、佐藤∙志成（さとう∙もとあき）4、矢島∙菜月（やじま∙なつき）4、
館∙真太郎（たて∙しんたろう）5

1NHO 神奈川病院脳神経外科、2東海大学医学部付属病院救急救命医学、3防衛大学校情報工学科、 
4秦野市消防本部警備第一課、5秦野市消防本部消防管理課

湘南地区では湘南病院前脳卒中スケール（SPSS）により頭痛（A）、意識障害（B：JCS10以
上）、局所症状（C：片側の麻痺、顔面の麻痺、異常な言語のいずれか）を評価して脳卒中を
疑う傷病者を判別して救急搬送している。脳梗塞急性期ではtPAの投与や主幹動脈閉塞の
機械的血栓回収療法が行われているが、SPSS評価に基づく脳卒中病型を知ることは救急活
動で重要である。そこで秦野市（人口約16万人）をモデル地区として救急搬送された脳卒中
疑いの傷病者のSPSS評価と脳卒中病型について調査した。【対象と方法】2016~2020年度
に秦野市で発症から3.5時間以内の局所症状あり（C=2）、または突然の激しい頭痛（A=2）
と病院前で評価され脳卒中疑いとして救急搬送された傷病者569人を対象とし、搬送先医
療機関における初診時傷病名を調査した。C=2では頭痛の訴えがあればC=2・A=2、無け
ればC=2・A=0と判定した。突然の意識障害があればB=2と判定した。【結果】C=2全体

（n=519）では脳梗塞56%、脳出血28％、くも膜下出血（SAH）3%で脳卒中正診率は87%
であった。C=2・A=0（n=455）では脳梗塞61%、脳出血25%、SAH 2%で脳梗塞が最も
多かった。C=2・A=2（n=64）では脳梗塞19%、脳出血50%、SAH 15%で前者に比べ出
血性脳卒中が65％と有意に多かった。C=2・A=0・B=2（n=94）では脳梗塞49%、脳出
血32%、SAH 6%で出血性脳卒中が有意に増えるものの脳梗塞が多かった。局所症状を認
めない突然の激しい頭痛（A=2、C=0）（n=50）ではSAH 52%、脳出血12%で出血性脳
卒中が64%を占めた。【結語】全体としては脳梗塞が多いが、頭痛を呈する場合（A=2）は
出血性脳卒中が多い。SPSSは簡便で脳卒中病型もある程度予測でき救急活動に役立つと思
われる。

O1-4-3
頸椎損傷にて生じた上縦郭の咽頭後間隙血種のために気管部気道狭窄を呈
した症例
小谷∙蒔生（こたに∙まな）、川副∙友（かわぞえ∙ゆう）、湯川∙友貴（ゆかわ∙ともき）、佐々木∙貴史（ささき∙たかし）、
宮川∙乃理子（みやがわ∙のりこ）、山田∙康雄（やまだ∙やすお）

NHO 仙台医療センター救急科

【背景】頸椎骨折に伴う咽頭後間隙血腫は比較的まれだが、上気道閉塞をきたす可能性があ
り、緊急気管挿管など迅速な対応が必要になる。これまでの報告では、咽頭後間隙血腫は
頸椎前面にあることが多い。今回、頸椎骨折に合併した上縦郭の咽頭後間隙血腫による気
道狭窄に対して気管挿管を要した症例を経験したので報告する。【症例】80代男性、X日に
前のめりに転倒し受傷、自転車で近医へ向かったのち当院へ救急搬送された。一時的に両
上肢の脱力・しびれ感を訴えていたものの当院到着時には消失。診察上、明らかな麻痺を
認めなかった。CTでC4左椎弓骨折、C5棘突起骨折、C6椎弓および棘突起骨折、C7椎体
前方にextravasationを認めた。椎体前面にC6 ～ Th2の高さまで厚い血腫を認め、気管
を圧排していた。気道閉塞のリスクが高いと判断し緊急気管挿管、人工呼吸管理を開始した。
C6/7椎間関節に不安定性を認め、同日にC5-7後方固定術およびC3-7椎弓形成術を行っ
た。CTで血腫の縮小傾向を確認し、第12病日に抜管。その後、気道の問題なく第32病日
にリハビリ目的に転院した。当院で2022年5月から2024年9月までの間に、咽頭後間隙
血腫を認めた頸椎骨折の症例は、本症例を含め5例。他4例では同レベルの椎体骨折を認め
た症例でも血腫はすべて頸椎前面の高さにとどまり、上縦郭まで血腫の主座が伸展したも
のは本症例のみであった。【結語】本症例では血腫の主座が頸椎前面ではなく上縦郭へ伸展
した。気道の圧排所見を認め気道確保を要したが第12病日に安全に抜管することができた。
頸椎骨折では気道をきたす咽頭後間隙血腫を認めることがあり、初診時より意識して画像
所見を確認することが大切である。

O1-4-2
当院における破裂性腹部大動脈瘤の治療
江村∙尚悟（えむら∙しょうご）

NHO 東広島医療センター心臓血管外科

破裂性腹部大動脈瘤は、致死率の高い疾患であり、救命のためには緊急での止血術を必要
とする。また、経時的に病態が増悪していく疾患であり、止血までの時間が短縮できるこ
とが救命率にも大きく影響する。当院でも破裂性腹部大動脈瘤に対する治療を施行してお
り、解剖学的問題がなければステントグラフト内挿術を優先している。以前は手術開始ま
でに要する時間的問題があり、救命困難な症例も存在していた。より救命率を高めるため、
患者到着から治療完遂までを患者中心に行えるように、院内の各部門と連携しシステムを
新規作成した。それにより、診断から治療までをほぼ患者移動を必要とすることなく、施
行できるようになったため、治療に要する時間の大幅な短縮を得ることが可能となり、救
命率も飛躍的に上昇している。当院では、患者搬送される救急外来から手術室、集中治療室、
放射線科、といった各部門が連携し、治療施行場所であるアンギオ室で集中して患者対応
を行うことで、時間的ロスを省略するシステムとプロトコルを運用しており、その一部を
紹介する。
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O1-5-3
COVID-19ワクチン関連心筋炎を疑った一例
小元∙真生（こもと∙まお）

NHO 大阪医療センター臨床検査科

【はじめに】Covid-19は全世界に蔓延し,本邦においてもCovid-19 mRNAワクチンが広く
接種されている.しかし,稀ではあるがCovid-19ワクチン接種後の副反応として心筋炎を発
症することが報告されている.【症例】60代男性【主訴】息切れ【既往歴】発作性心房細動、労
作性狭心症で経過観察【現病歴】2 ヶ月前に3回目のCovid-19（Moderna）ワクチン接種,そ
の数日後より息切れを自覚していた.今回,定期の心エコーのため当院受診した.

【心電図】洞調律（HR：81bpm）.単形性心室性期外収縮.【血液検査】BNP：51.0pg/mL【心
エコー検査】IVSd/PWd:10/10mm,LVDd/Ds:51/41mm,LVEF:37%, LAVI:39ml/m2 左
室壁運動はびまん性に低下しており,26 ヶ月前の前回検査時（LVEF65％）と比較して明ら
かにLVEFの低下を認めた.有意な弁膜症はなく,左室充満圧の上昇を示唆する所見も認めな
かった.

【経過】当院入院後,血行動態および原因検索のため右心カテーテル・心筋生検が行われた.そ
の結果,血行動態は保たれており,蓄積疾患などの二次性心筋症を示唆する所見は認められ
なかった.また,PCR検査において心筋組織内に心筋炎を惹起するようなウイルスは検出さ
れなかった.このことから,本症例はCovid-19ワクチン関連心筋炎による心機能低下と考え
られた.その後,心保護薬の服薬治療にて経過観察を行い、症状およびLVEFは改善傾向（加
療1 ヶ月：49％、4 ヶ月：51％）であり現在も経過観察中である。

【まとめ】今回、Covid-19ワクチン関連心筋炎と考えられる心機能低下症例を経験した。そ
の検出、経過観察に心エコー図検査は有用であり,心機能低下の要因としてCovid-19ワク
チン関連心筋炎の可能性も念頭におく必要がある.

O1-5-2
僧帽弁-大動脈弁間線維性組織（Mitral-Aortic Intervalvular 
fibrosa;MAIVF）に仮性瘤を認めた感染性心内膜炎の一症例
松田∙寛子（まつだ∙ひろこ）1、宮崎∙明信（みやざき∙あきのぶ）1、中村∙洸太（なかむら∙こうた）1、伊藤∙葉子（いとう∙ようこ）1、
本多∙千尋（ほんだ∙ちひろ）1、大谷∙洋平（おおたに∙ようへい）1、別府∙佳菜（べっぷ∙かな）1、谷口∙絵理奈（たにぐち∙えりな）1、
染矢∙賢俊（そめや∙まさとし）1、大谷∙規彰（おおたに∙きしょう）2

1NHO 九州医療センター臨床検査部、2NHO 九州医療センター循環器内科

【はじめに】感染性心内膜炎（IE）において、僧帽弁-大動脈弁間線維性組織（MAIVF）は感染
の波及が起こりやすい部位であり、左房への瘻孔形成や僧帽弁の弁瘤形成、穿孔などを続
発する。今回、急速な弁破壊の進行と、MAIVFへの感染波及による仮性瘤を認めたIEの症
例を経験したので報告する。

【症例】60代男性　【現病歴】4日前より体動困難となり、転倒、尿失禁も認めた。1日前に
かかりつけ医受診、38℃台の発熱、血圧低下、炎症反応亢進を認め、同日当院に救急搬送
された。

【検査所見】血液生化学検査：WBC14.5×103/μL（好中球優位）、CRP15.40mg/dL
血液培養：陽性

【超音波所見】LVEF76％ 壁運動異常なし、全周性に心嚢液少量貯留。大動脈弁は肥厚・石
灰化著明、高度大動脈弁狭窄と軽度～中等度大動脈弁逆流を認めた。明らかな疣贅の付着
は指摘できなかったが、弁性状よりIEも否定できなかった。

【経過】抗菌薬投与開始され、経胸壁心エコー（TTE）の3日後に経食道心エコー（TEE）を施
行。MAIVFに瘤を認め、収縮期に左室から瘤内へ流入する血流、拡張期に瘤から左室へ流
出する血流を認め仮性瘤が考えられた。また、大動脈と仮性瘤との交通を疑う血流も認めた。
短期間で弁破壊が進行しており、早急な外科的治療が必要と判断され、4日後手術となった。

【考察・結語】今回、MAIVFへの感染波及から短期間で瘻孔を形成したと考えられた。急速
に進行したIE症例を経験して、TEEでの詳細な観察と経過観察の必要性、MAIVFへの感染
波及に続発する病態について知ることの重要性を認識した一例であった。

O1-5-1
経胸壁心エコー図検査にて適切に評価することができた大動脈弁置換術後
の1症例
宮崎∙明信（みやざき∙あきのぶ）、伊藤∙葉子（いとう∙ようこ）、谷口∙江理奈（たにぐち∙えりな）、本多∙千尋（ほんだ∙ちひろ）、
大谷∙洋平（おおたに∙ようへい）、別府∙佳菜（べっぷ∙かな）、安達∙武（あだち∙たける）、吉光∙知里（よしみつ∙ちさと）、
松田∙寛子（まつだ∙ひろこ）、中村∙洸太（なかむら∙こうた）、染矢∙賢俊（そめや∙まさとし）

NHO 九州医療センター臨床検査部

【はじめに】人工弁置換術後の経胸壁心エコー図検査では最大通過血流速度（Peak Flow 
Velocity：以下PFV）や圧較差，Doppler velocity index（以下DVI）などドプラ法による
評価が重要である．特に弁置換術部のPFVは一般的な評価項目であり，臨床でも重要視さ
れる指標である．今回，大動脈弁PFVが異常上昇を来したが，原因を特定し，適切に評価
することができた大動脈弁置換術後症例を経験したので報告する．

【患者】70代，男性
【現病歴】2年前に大動脈弁閉鎖不全症に対し，大動脈弁置換術（SJM regent 23mm）及び
上行大動脈部分的リモデリング術が施行された．定期フォローのため経胸壁心エコー図検
査が行われた．

【心電図】心拍数40回/分，完全房室ブロック（左脚ブロック型wide QRS）
【経胸壁心エコー図検査】LVDd:55.1mm,LVEDV（MS法 ）:200ml,EF（MS法 ）:62.6%,LV 
posteriorに壁運動異常を認めるものの全体的な収縮能は保たれていた．大動脈弁
PFV:4.7m/s（前回値3.7m/s）,平均圧較差:51.9mmHg（前回値33mmHg）と異常上昇
を認めた．DVI:0.26（前回値0.27），有効弁口面積:1.15cm2（前回値1.22cm2）は著変
なく，大動脈弁Act: 88msと正常範囲内であった．ドプラ法にて算出された一回拍出量

（LVOT）:114ml（前回値92ml）と上昇しており，徐脈による一回拍出量増加，それに伴う
相対的な大動脈弁PFV上昇が示唆された．

【経過】弁単純撮影では弁開放性は良好．ペースメーカ植え込み術後の経胸壁心エコー図検
査（心拍数63回/分）では大動脈PFV:3.8m/sと改善した．

【結語】大動脈弁PFVが異常上昇を来した大動脈弁置換術後症例を経験した．経胸壁心エコー
ではPFVのみならず，その他指標を踏まえ総合的に評価することの重要性を再認識した．

O1-4-6
看護師が実施するNPPVマスク装着時のベルト固定や留意点の現状を明ら
かにする
阿部∙沙雪（あべ∙さゆき）、浅野∙なつみ（あさの∙なつみ）、室星∙佳子（むろほし∙よしこ）、山本∙歩乃梨（やまもと∙ほのり）、
武井∙佐和子（たけい∙さわこ）

NHO 水戸医療センター循環器内科

【目的】A病院の令和4年度における非侵襲的陽圧換気療法（以下、NPPV）を施行中の患者
で、皮膚の発赤等の問題が発生したのは8.5％と、全国平均より高かった。皮膚損傷の予防
をしているがマスク装着部位に発赤が生じてしまう現状にある。B病棟はICUを併設するユ
ニットであり、一般床とICU看護師によってベルトの締め具合やリーク量、NPPV装着時
の留意点の違いがあるのか現状を明らかにしたいと考えた。【方法】協力を得られた一般床
看護師6名・ICU看護師4名がモデル（健康成人1名）に対して、器械が作動している状態
でNPPVマスク装着。調査内容は、NPPV受け持ち経験などの対象者の属性、NPPV装着時
のベルト4か所の長さ、リーク量の実態調査、装着時の留意点の聞き取りを行い、t検定で
解析した。調査はA病院の倫理審査委員会で承認を得て行った。【結果・考察】研究対象看護
師の経験年数の平均14.3年、NPPV受け持ち経験年数の平均8.9年であった。結果a.一般
床看護師とICU看護師のリーク量とベルト4か所の長さの差、b.リーク量の許容量・留意点、
c.NPPV経験年数によるリーク量の差、d.従来の方法と手順を示した後のリーク量について
t検定で解析した結果、p＞0.05となり有意差はなかった。今回有意差がなかった理由は予
定より少ないサンプル数であったからと考えれる。各看護師の許容しているリーク量は20
～ 100と個人差があり、マスク装着時はきつく締めすぎないように気を付けると5名が回
答した。【結論】a ～ dすべての項目において有意差は認められなかった。しかし、看護師
の認識で許容しているリーク量は異なっていることが明らかになったため、看護の手技統
一となるよう今後の学習に繋げていきたい。
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O1-6-1
心不全患者における心臓リハビリテーションの6段階ステージ分類とFIM
に関する検討
濱口∙春妃（はまぐち∙はるき）、小林∙未知矢（こばやし∙みちや）、大纏∙正士（おおまとい∙まさし）、田中∙志歩（たなか∙しほ）、
篠崎∙大智（しのざき∙だいち）、佐藤∙優（さとう∙すぐる）、西∙宏和（にし∙ひろかず）、石塚∙裕大（いしづか∙ひろだい）、
丹羽∙朗子（にわ∙あきこ）、高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）、新井∙厚（あらい∙あつし）、
荻原∙博（おぎはら∙ひろし）、広井∙知歳（ひろい∙しとし）、小川∙哲史（おがわ∙てつし）

NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科

【背景】当院では2022年から心臓リハビリテーション（以下:心リハ）学会が提唱する心不全
急性期離床プログラムに基づいて独自に作成した6段階のステージ分類を心不全入院患者
に適用し，心リハの進捗状況を分類している．6段階ステージ分類を用いて現在のADLを
可視化することにより，多職種でADLに関する情報を共有することが容易になり，多職種
カンファレンスで転帰先を検討する一助になっている．【目的】6段階ステージ分類とFIM
との関連を検討し，実臨床における有用性に関して評価する．【対象・方法】2023年1月
~12月の期間内にうっ血性心不全で入院し，心リハを実施した計112名（男性60人，女性
52人，平均年齢83.5歳）を対象とし，6段階ステージ分類とFIM（総合計，運動項目，認
知項目）との相関係数を算出した．またFIMの下位項目6点以上を自立群と定義し，ADL自
立に対するステージのカットオフ値について検討した． 【結果】相関分析において，6段階
ステージ分類とFIMの合計点数（r=0.818），運動項目（r=0.823），認知項目（r=0.504）は
それぞれ正の相関を認めた（p＜0.05）．ADL自立に対するステージのカットオフ値は運動
項目（食事[≧stage3]，排泄コントロール[≧stage4]，セルフケア（食事除く）・移乗・移
動[≧stage5]），認知項目[≧stage4]であった．【結語】6段階のステージ分類はADL評価
として有用である可能性が高く，ADLが自立するためにはstage5以上を目指す必要がある
ことが示唆された．一方でFIMの認知項目は他項目と比較して6段階ステージ分類との関
連性が低いため，認知機能検査による評価を併用することも重要であると考える．

O1-5-6
popliteal venous aneurysmが誘因となった肺塞栓症の1症例
横山∙典子（よこやま∙のりこ）1、古川∙和樹（こがわ∙かずき）2、平川∙典子（ひらかわ∙のりこ）2、半澤∙秋帆（はんざわ∙あきほ）2、
高橋∙千里（たかはし∙ちさと）2、小山∙涼子（こやま∙りょうこ）2、秋山∙正年（あきやま∙まさとし）3、高橋∙佳美（たかはし∙よしみ）4、
尾上∙紀子（おのうえ∙のりこ）4、篠崎∙毅（しのざき∙つよし）4

1NHO 函館病院臨床検査科、2NHO 仙台医療センター臨床検査科、 
3NHO 仙台医療センター心臓血管外科、4NHO 仙台医療センター循環器内科

【症例】60歳代、女性。意識消失にて当院へ救急搬送された。CTにて肺塞栓症（PE）と診断
された。その際のCTにて左膝窩に腫瘤性病変を認めた。下肢静脈超音波検査にて左膝窩
に42×34×59mmの巨大腫瘤性病変を認めた。この腫瘤と膝窩静脈が連続しているため
popliteal venous aneurysm（PVA）と考えられた。瘤内の中枢側は血栓化しており、その
抹梢の血流はうっ滞していた。PVAがPEの誘因であったと推測しPEとPVAに対してヘパ
リン治療が開始された。しかし、第3病日に脳出血を併発し、第10病日にアピキサバンに
て抗凝固療法が開始された。第35病日にPVA切除、小伏在静脈による血管置換術を施行さ
れた。【考察】PVAは有病率0.1 ～ 0.2％と稀な疾患であり、無症状であることが多い。こ
のため、PVAに形成された血栓が原因となるPEを契機に発見されることが多い。PVAの拡
大とともに乱流や流速低下が進行するためPVA内血栓形成率が高まる。従って、PVAが原
因となったPEに対する治療は、手術が推奨されている。PVAの原因として先天性疾患、炎
症性疾患、外傷、局所的な静脈壁異常などが挙げられているが、この症例の原因は不明であっ
た。【結語】PEの原因として切除術を行ったPVAを経験した。

O1-5-5
経食道心エコー図にて粘液腫と左心耳血栓を同時に認めた一症例
飯田∙あいみ（いいだ∙あいみ）1、近江∙哲生（おうみ∙てつお）2、星∙佳織（ほし∙かおり）1、椚∙恵莉香（くぬぎ∙えりか）1、
石井∙香澄（いしい∙かすみ）1、寺島∙千香子（てらしま∙ちかこ）1、雨森∙莉奈（あめのもり∙りな）1、奥山∙詩愛莉（おくやま∙しえり）1、
植木∙理絵（うえき∙りえ）1、我妻∙美由紀（わがつま∙みゆき）1、中島∙亮（なかじま∙りょう）1、村瀬∙隆之（むらせ∙たかゆき）1、
平野∙和彦（ひらの∙かずひこ）1

1NHO 災害医療センター臨床検査科、2NHO 災害医療センター循環器内科

【はじめに】粘液腫は原発性心臓腫瘍の中で最も頻度が高い良性腫瘍であるが,初期症状に乏
しく早期発見が困難であり偶発的に発見されることが多い。今回心不全を疑い行われた経
胸壁心エコー図検査（以下TTE）にて左房内構造物を認め,精査で行われた経食道心エコー図
検査（以下TEE）にて粘液腫を疑い,同時に左心耳血栓を認めた症例を経験した。【症例】80
代女性【現病歴】呼吸困難にて近医を受診しNTproBNP高値,下腿浮腫+,うっ血性心不全の
疑いで当院へ紹介となった。【既往歴】慢性心不全（AF）にて入院歴あり。現在抗凝固薬服用
なし。7年前のTTEでは左房内に異常を認めない。【検査所見】心電図:AF（HR65bpm）,血
液 検 査:DD13μg/dl,BNP1726pg/ml,Cre2.1mg/dl,eGFR18.2ml/min/1.73m2TTE:可
動性を伴う28×38mm,辺縁不整,表面高輝度な構造物を認めた。明らかな茎は認めなかっ
た。TEE:左房内上大静脈起始部レベルに12mmの有茎性の構造物を認め粘液腫を疑った。
また同時に左心耳内は低輝度エコーで血栓を疑った。【まとめ】呼吸困難を契機にTTE,TEE
検査を行い粘液腫と左心耳血栓を認めた症例を経験した。心臓腫瘍は発見されれば外科的
切除が推奨されるが本症例では切除希望なく経過観察となった。CTやMRIではより詳しい
情報が得られることもあるが腎機能低下あり検査は施行されなかった。粘液腫は血栓との
鑑別がときに困難で臨床症状と合わせて評価する必要がある。本症例でもTTEでは粘液腫
の特徴である有茎性の有無が不明瞭で,抗凝固薬服用のないAFであったことから血栓を懸
念し抗凝固を開始した。大きさの著変なかったためTEEを実施し粘液腫の可能性が高いと
判断した。他モダリティとの併用の重要性を再認識した。

O1-5-4
乳腺超音波検査の画像所見で粘液癌が疑われたが多形腺腫であった1例
真鍋∙亜由美（まなべ∙あゆみ）1、田村∙加奈子（たむら∙かなこ）1、藤岡∙絵美（ふじおか∙えみ）1、山本∙紗由美（やまもと∙さゆみ）1、
圖子∙憂紀（ずし∙ゆうき）1、寺本∙典弘（てらもと∙のりひろ）2

1NHO 四国がんセンター臨床検査科、2NHO 四国がんセンター病理科

【はじめに】多形腺腫は唾液腺に好発する良性腫瘍であり，乳腺に発生するのは稀である．
今回乳腺に発生した多形腺腫の1例を経験したので超音波画像所見を中心に報告する．

【背景】60歳代女性．検診MMGにて要精査となり前医受診．細胞診にて悪性の疑いとなり
精査目的で当院受診となった．

【MMG】右E区域に境界明瞭平滑な高濃度腫瘤を認めた．
【超音波検査】右E区域に15mm大の境界明瞭平滑な等エコー腫瘤を描出．D/Wが大きく，
内部不均一で後方エコーは増強しており粘液癌が鑑別に挙げられた．

【MRI】右E区域に16mm大の腫瘤を認めた．多形腺腫として矛盾はしないが，画像上粘液
癌が鑑別に挙げられた．

【CNB】多形腺腫に相当する病変であった．後日摘出生検が施行され，多形腺腫の診断であっ
た．悪性所見は認められなかった．

【考察】超音波検査で腫瘤内部が不均一・等エコーに描出されたのは，細胞が密な部分と疎
な部分があるためであり，それぞれ筋上皮や腺上皮，粘液様基質や軟骨様基質など多彩な
組織像が混在していたからであると考えられた．超音波検査で内部が等エコーを呈する腫
瘤の代表として粘液癌があるが，多形腺腫と粘液癌では腫瘤内部が同じ等エコーであって
もその構成は異なっていた．唾液腺に好発する多形腺腫と今回乳腺に発生した多形腺腫の
超音波画像を比較すると，内部のエコーレベルは背景組織が異なるため比較困難であった
が，境界明瞭平滑でD/Wが大きく，内部不均一な点は共通所見であった．内部等エコーを
呈するD/Wの大きい腫瘤では粘液癌が鑑別に挙げられるが，多形腺腫の存在も頭の片隅に
置いておく必要があると考えられた．
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O1-6-5
胸水貯留を伴う重症大動脈弁狭窄症の心不全増悪に対して和温療法が有効
であった一症例
池田∙恵介（いけだ∙けいすけ）1、米澤∙一也（よねざわ∙かずや）2、佐々木∙孝夫（ささき∙たかお）1、野田∙一樹（のだ∙かずき）3、
志田∙夕貴（しだ∙ゆうき）1、青木∙結奈（あおき∙ゆな）1

1NHO 函館病院リハビリテーション科、2NHO 函館病院循環器科、 
3NHO 北海道がんセンターリハビリテーション科

【はじめに】和温療法は心不全治療を目的に開発された乾式低温サウナによる温熱療法であ
り、軽症から重症の心不全患者まで実施可能である。ただし急性効果として末梢血管拡張
による血圧低下が懸念されるため、従来は重症大動脈弁狭窄症には禁忌であるとされてい
る。今回、難治性胸水貯留を伴う重症大動脈弁狭窄症の心不全増悪に対し和温療法を行い
著明な改善がみられたので報告する。【症例】90歳代女性。X年、呼吸困難・体動困難のた
め当院受診した。貧血進行、慢性心不全増悪として入院、薬剤治療開始となる。入院から2
週間薬剤治療（フロセミド静注、アゾセミド・サムスカ内服）を実施したが胸水減少はみら
れず、むしろ体重が増加した。医師による指示のもと、胸水減少を目的に低温から慎重に
和温療法を開始し、状態悪化なく経過したので和温療法を継続した。【結果】リハビリ開始
時はBarthel Index（以下BI）10点、両側胸水貯留が著明で体動時の喘鳴が強く歩行困難な
状態であった。和温療法とADL改善目的の段階的な離床訓練を開始し、退院までに血圧低
下や胸痛及び呼吸苦増悪もなく順調に経過、和温療法を35回施行した。退院時のBIは85
点、200m連続歩行が可能な状態に改善が認められた。両側の胸水は減少、重症大動脈弁
狭窄症に対する治療であるTAVI（経カテーテル的大動脈弁植え込み術）を検討することが可
能なまでに全身状態が改善した。【結論】本来禁忌とされる重症大動脈弁狭窄症を有した患
者に対しても慎重に全身状態を管理しながら和温療法を実施することで胸水は減少し著明
なADL改善を得ることができた。

O1-6-4
当院における心臓リハビリテーション外来の経過報告と今後の展望
黒岩∙明宙（くろいわ∙あきひろ）1、矢野∙博義（やの∙ひろよし）1、若月∙健（わかつき∙たける）1、村岡∙香織（むらおか∙かおり）1、
小野∙智彦（おの∙ともひこ）2

1NHO 埼玉病院リハビリテーション科、2NHO 埼玉病院循環器内科

【緒言】外来心臓リハビリテーションの運動耐容能改善の効果は報告されているが、本邦で
の参加率は低い状況である。2020年より、当院において運動耐容能改善目的に心臓リハビ
リテーション外来を開始した。その結果を報告するとともに、HFpEF患者の運動療法の報
告が少ない現状を踏まえ、心不全患者に着目して解析を行った。

【対象】2020年1月1日から2023年3月31日までに埼玉病院リハビリテーション科に外
来心リハ通院した患者で、心肺運動負荷試験（Cardiopulmonary exercise test; CPX）を
初回および3か月後に評価できた患者。

【方法】週1回、60分（3単位）、継続期間3 ヶ月とし、リハビリ医の診察、レジスタンストレー
ニング、CPXによる運動処方を基にした有酸素運動、患者教育、生活習慣指導を行った。

【結果】心臓リハビリテーション外来に参加した患者のPeak VO2は15.8から18.0ml/
kg/min（p＜0.001）と有意に改善した。また各疾患別にみても、心筋梗塞患者17.2から
18.7ml/kg/min（p＝0.021）、心不全患者は12.6から15.2ml/kg/min（p＝0.003）、心
臓外科患者は15.6から19.2ml/kg/min（p＝0.012）と有意に改善した。また、心不全に
着目するとHFpEFとHFrEFの運動療法の効果については有意差はみられなかった。

【結語】レジスタンストレーニング、有酸素運動、疾病指導などの包括的リハビリテーショ
ンを行うことで運動耐容能が改善し、当院の方法で一定の効果が得られたと考えられる。

【今後の展望】活動量計を使用し非監視型運動療法を評価することやレジスタンストレーニ
ング強度の決定方法を統一してより質の高いリハビリを提供する。また、HFpEF患者の症
例を集積して運動療法の効果を検証したい。

O1-6-3
当院の心臓リハビリテーションの現状と課題について
寺田∙幸司（てらだ∙こうじ）1、吉岡∙陽祐（よしおか∙ようすけ）1、杉島∙里子（すぎしま∙さとこ）1、村尾∙海飛（むらお∙かいと）1、
河島∙猛（かわしま∙たけし）1、山本∙洋史（やまもと∙ひろし）1、鈴木∙哲平（すずき∙てっぺい）1、高峰∙佐智子（たかみね∙さちこ）2

1NHO 神戸医療センターリハビリテーション科、2NHO 神戸医療センター循環器内科

【目的】心臓リハビリテーション（以下心リハ）の適応のある心疾患患者において､ その実施
率が低いことは問題と考えられている｡ 当院は高齢化が進行している地域における中規模
病院であり､ 2019年7月より心リハを開始した｡ 現状と課題について報告する｡【方法】
2021年度から2023年度の心大血管リハビリテーション実施患者数と単位数、心肺運動負
荷試験（以下CPX）実施数を年度ごとに調査した｡【結果】心大血管リハビリテーション実施
患者数は､入院で2021年度:188人（OT:人）、2022年度:193人（OT:8人）、2023年度:206
人（OT:100人）。このうち70歳以上の心不全患者は、2021年度:153人、2022年度:143
人、2023年度:175人。外来は2021年度:5人（新規1人）、2022年度:5人（新規1人）、
2023年度:14人（新規9人）。このうち、入院から外来心リハに移行できたのは2023年度
に5人のみ。単位数は、2021年度:入院:3225単位、外来:123単位、2022年度:入院:2939
単位、外来:278単位、2023年度:入院5096単位、外来:411単位。心リハ介入のあった
CPX実施数は2021年度:12人、2022年度:17人、2023年度:38人。【課題･結語】心リハ
カンファアレンスでの意見交換､ OT処方の増加、外来心リハの運用を見直すことで､ 心大
血管リハビリテーション実施患者数と単位数、CPX実施数が増加した｡ 課題として､ 当院
の心リハ対象患者の過半数は心不全の急性増悪であり､ 高齢かつADLの低下した患者が多
いため､ CPXを実施するに至らない患者が多いこと､ 入院から外来心リハに移行できた患
者が少ないことがあげられる｡ 今後は､ 有酸素運動が困難な症例に対してレジスタンスト
レーニングを行い､ ADLを改善させる取り組みや､ 外来心リハ通院困難例への対応が重要
である｡

O1-6-2
CPX指標におけるRCP-ATtime（Isocapnic buffering period）と各種指
標との関連について
矢野∙歩（やの∙あゆむ）1、濱田∙麻紀子（はまだ∙まきこ）1、間藤∙紗和（まとう∙さわ）2、舩田∙淳一（ふなだ∙じゅんいち）3

1NHO 愛媛医療センターリハビリテーション科、2NHO 愛媛医療センター看護部、 
3NHO 愛媛医療センター循環器内科

○目的心臓リハビリテーション（以下CR）において運動耐容能は、一般的にランプ運動負
荷検査と呼気ガス分析の組み合わせを使用した心肺運動負荷試験（以下CPX）によって評価
される.CPXにおいて嫌気性代謝閾値（以下AT）から呼吸性代償開始（以下RCP）までの時
間はRCP-ATtime（Isocapnic buffering period）とされ運動負荷試験中に生成された乳酸
が重炭酸塩によって緩衝される期間であり,心不全患者における新たな予後指標になり得
る可能性があることが報告されている.今回当院CR実施患者を対象にRCP-ATtimeと各評
価指標との関連について明らかにする.○方法対象はCPXを実施した当院入院患者計46名

（男性27名,女性19名,平均年齢72.6±10.4歳）とした.CPXは呼気ガス分析装置（エアロ
モニター AE310-S,ミナト医科学）を用いて分析を行なった.評価項目はCPX解析データに
加え,心機能,生化学的指標,筋力,体組成評価項目との関連を調査した.有意水準を5％未満
とした.○結果RCP-ATtimeと各CPX指標についてはPeakVO2（r=0.64）,AT（r=0.35）,
ΔVO2/ΔWR（r=0.49）,PeakWR（r=0.73）,Maximum PET CO2（%）（r=0.36）と 正
の 相 関 を 認 め,VE/VCO2slope（r=-0.34）,minimum VE/VCO2（r=-0.34）と 負 の 相 関
を認めた.その他指標は握力（r=0.4）,体重（r=0.37）,Phase Angle（r=0.46）と相関を認
めた.RCP-ATtimeは調整後もATに加えて独立してPeakVO2との関連を認めた.○考察
RCP-ATtimeはCR実施患者に対する重要な評価指標になり得る可能性がある.
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O1-7-3
セーフティーネット系病院における排尿ケアチームの効果と神経難病患者
の特徴
松岡∙剛（まつおか∙つよし）1、池田∙麻美（いけだ∙あさみ）1、中元∙志織（なかもと∙しおり）1、大西∙幸代（おおにし∙さちよ）1、
山田∙真弘（やまだ∙まひろ）2、保田∙莉帆（やすだ∙りほ）2、宇尾∙ユミコ（うお∙ゆみこ）2

1NHO 奈良医療センターリハビリテーション科、2NHO 奈良医療センター看護部

【目的】
当院は一般診療に加えて神経筋疾患など、難病患者の診療を行っている。当院の排尿ケア
チームは2022年4月より活動を開始し、一般的な疾患に加えて難病患者に対しても診療を
実施している。今回、当院の排尿ケアチームが一般的な患者と難病患者の排尿ケアを行う
際に特徴となる点を検討した。

【方法】
令和4年4月から令和5年10月までの排尿機能に問題があり紹介された35症例を対象とし
た。対象患者は週1回の排尿ケアラウンドで評価と治療方針の見直しを行い、看護部、リハ
ビリテーション科、泌尿器科による包括的な排尿ケアを実施した。
対象患者の人口統計、排尿ケア評価シートの初回と最終評価時の値を電子カルテにより遡
及的に取得して介入の効果を分析した。難病群と一般的な患者群の排尿ケア前後に採点し
た評価シートの値をPaird t-testで分析し、有意差および効果量を算出した。

【結果】
排尿ケア評価シートの値から、一般的な患者群では排尿量と排尿回数を除いた項目で改善
方向に有意差があり（p＜0.00）、大きい効果量を示した。難病群の総スコアに統計学的な
有意差は無かったが（p＝0.09）、下位項目のオムツとパット使用頻度と尿失禁頻度で有意
な差があり、中等度の効果量を示した。

【考察】
難病患者への排尿ケアチームの効果は限定的であった。神経難病は緩徐進行性であり自律
神経症状を伴う場合が多い。一般患者に比べて動作面で改善が得にくく、自律神経系の症
状が下部尿路機能の改善を妨げていると考えられる。

【結語】
難病患者群において尿失禁の頻度やおむつの使用頻度を改善させる。また、運動機能を補
うため福祉用具導入などの代償手段を講じる必要があるという知見が得られた。

O1-7-2
リスジプラム投与後に効果を認めた重度機能障害を呈した脊髄性筋萎縮症
2型の成人例
片山∙望（かたやま∙のぞむ）1、高橋∙俊明（たかはし∙としあき）2、飯島∙悠平（いいじま∙ゆうへい）1、安部∙尚斗（あべ∙なおと）1

1NHO 仙台西多賀病院リハビリテーション科、2NHO 仙台西多賀病院脳神経内科

【背景】脊髄性筋萎縮症（以下、SMA）は遺伝性の運動ニューロン病でSMN1遺伝子変異によ
り発症する. SMAに対しては新規治療法の開発により近年治療の選択肢は広がっているが、
永続的な人工呼吸が導入された例など、疾患が進行した患者における有効性及び安全性は
確立していない. 今回我々は、気管切開下人工呼吸器（以下、TPPV）管理の重度機能障害を
呈したSMA2型の成人例に対し、治療薬として国内で承認されているリスジプラムの投与
で効果を認めた為、その経過を報告する.【症例】50歳代男性（SMN1遺伝子欠失、SMN2遺
伝子3コピー）. 小児期にSMAの臨床診断、50歳代に遺伝学的に診断. 運動機能は座位まで
獲得、移動は電動車いすであったが、40歳代に痰絡みが目立ち始め、40歳代後半で胃瘻造設、
気管切開術を施行. その後、終日TPPVとなり当院へ契約入院となる. ADLは全介助、手指・
足趾の動きなく、さらに開眼できない為、コミュニケーションは聴覚と眉上の動きを利用. 
リハビリ介入は気道クリアランス管理とコミュニケーション手段の調整.【経過】本人からリ
スジプラムでの治療希望があり50歳代後半から投与開始. 投与開始数日後に最初の変化と
して開眼しやすくなり、コミュニケーション方法に視覚を利用することが可能となる. 投与
開始から8 ヶ月経過し、開眼のしやすさ以外の変化は見られないが、臨床症状の進行、な
らびに治療中止に至るような有害事象は認められなかった.【考察】本症例のような重度の疾
患進行例であっても運動機能評価に大きな変化がなくとも、QOLが大きく変化するケース
もあり得るため、治療を行う際には現存する評価のみならず微細な変化を捉える継続した
評価や観察が必要と考える.

O1-7-1
Duchenne型筋ジストロフィー患者における呼吸機能と呼吸ケアの状況調査
三浦∙利彦（みうら∙としひこ）、福本∙幹太（ふくもと∙かんた）、石川∙悠加（いしかわ∙ゆか）

NHO 北海道医療センターリハビリテーション科

【はじめに】本邦の筋ジストロフィー医療の93.7％は国立病院機構が「セーフティネッ
ト医療」として、その役割のほとんどを担っている。非侵襲的換気療法（noninvasive 
ventilation＝NIV）や新規治療薬の開発、長期療養病棟から在宅生活や移行期医療の推進
など、医療環境や療養状況により障害像の多様化が予想される。【目的】当院フォローの
Duchenne型筋ジストロフィー（DMD）患者の呼吸機能、人工呼吸療法を含む呼吸ケアや
療養環境について調査検討する。【対象】当センター開設の2020年9月から当院を受診また
は入院したDMDで2023年10月1日に生存が確認され調査項の実施が可能であった患者。

【方法】対象患者の肺活量、最大強制吸気量、咳のピークフロー、NIV使用時間、機械によ
る咳介助（mechanical insufflation exsufflation＝MIE）使用頻度、栄養摂取方法、離床手
段（電動車椅子使用率）、療養場所について調査し、4つの年齢群（～ 19歳、20 ～ 29歳、
30 ～ 39歳、40歳～）に分類し比較する。【結果】対象は104名のDMD患者から、気管切
開を施行した2名、認知機能障害3名、他の中枢性疾患併存2名を除外した97名であった。
40歳以上の対象患者は16名で、50歳以上も6名であった。40歳以上の患者の電動車椅子
乗車率は94％、経口摂取率は81％で、全員が終日NIV使用であった。【考察】加齢ととも
に人工呼吸器依存度は高くなるが、活動性やQOLが保たれている可能性が示唆された。こ
れらにはNIVとMIEによる非侵襲的呼吸ケアによる恩恵が大きいと思われた。

O1-6-6
演題取り下げ
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O1-8-1
NST介入により、重症心身障害患者の栄養状態が奏功した一例
廣中∙美由紀（ひろなか∙みゆき）1、西井∙和信（にしい∙かずのぶ）1、園田∙有貴江（そのだ∙ゆきえ）2、遠藤∙千春（えんどう∙ちはる）2、
瀬戸口∙由（せとぐち∙ゆき）3、深川∙典子（ふかがわ∙のりこ）4、角村∙莉央（つのむら∙りお）5、平城∙徹（ひらぎ∙とおる）6、
森島∙繁（もりしま∙しげる）7、木村∙俊久（きむら∙としひさ）8

1NHO 敦賀医療センター栄養管理室、2NHO 敦賀医療センター看護部、 
3NHO 敦賀医療センター薬剤部、4NHO 敦賀医療センターリハビリテーション科、 
5NHO 敦賀医療センター研究検査科、6NHO 敦賀医療センター小児科、7NHO 敦賀医療センター内科、 
8NHO 敦賀医療センター外科

【はじめに】重症心身障害児者は栄養障害のリスクが高く、個別性に配慮した栄養管理が求
められる。今回は、高齢かつ低栄養がみられた患者に対し、NSTでの働きかけにより栄養
状態が改善した症例を報告する。【症例】脳性麻痺、重度知的発達遅滞、摂食嚥下障害のあ
る71歳男性。経口から1200kcal/日は維持できていたが徐々に体重減少を来し、低ALB
血症による浮腫から褥瘡を生じた。【経過】介入時、ALB2.0g/dL、主治医より食事調整の依
頼ありONSを付加し提供栄養量を1600kcal/日とした。1500kcal/日は摂取できていた
が、ALBの改善みられず貧血が進行、さらに嘔吐、嘔気症状出現したことから、悪性腫瘍
を含む器質的疾患の精査を主治医へ提案した。介入44日目、CF、GIF実施も異常はないと
の判断から経口摂取を継続し、その後も1500kcal/日は摂取可能であったが、体重減少著
しくONSの再調整を行った。介入92日目、拒食が強くなり提供量を減らす目的として副
食半量、ONSの調整を行い、栄養量の維持を図った。介入132日目、ALB2.8g/dLまで改
善、経口摂取良好、体重減少もなくNST介入終了となった。【考察】今回の症例では、悪性
腫瘍などの鑑別を行った上、食事量やONSの見直しを行い栄養量の充足を図ることでALB
改善に至った。また、主治医と多職種で連携をとり個別性に配慮した栄養管理を行うことで、
経管および経静脈栄養を行わず侵襲の少ない栄養投与法にて栄養状態が改善できた。【結語】
重症心身障害者の高齢化に伴い、栄養管理においても内科、外科など複数の科からの幅広
いアプローチが求められる。そういった観点から、多職種が関わるNST活動は重症心身障
害者に対し今後もさらに重要性が増すと考える。

O1-7-6
多施設医療機関における神経筋疾患患者の胃瘻造設の実態調査
花井∙亜紀子（はない∙あきこ）1、寄本∙恵輔（よりもと∙けいすけ）2、菊川∙渚（きくかわ∙なぎさ）1、朝海∙さつき（あさうみ∙さつき）1、
中城∙雄一（なかしろ∙ゆういち）3、石田∙千穂（いしだ∙ちほ）4、大宮∙貴明（おおみや∙たかあき）5、浅川∙孝司（あさかわ∙たかし）6、
芝崎∙伸彦（しばさき∙のぶひこ）7、松下∙太一（まつした∙たいち）8、澤田∙誠（さわだ∙まこと）9、北野∙晃祐（きたの∙こうすけ）10

1国立精神・神経医療研究センター看護部、 
2国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部、 
3北海道脳神経内科病院リハビリテーション部、4NHO 医王病院脳神経内科、 
5吉野内科・神経内科医院リハビリテーション科、6国際医療福祉大学市川病院リハビリテーション科、 
7狭山神経内科病院リハビリテーション科、8北斗わかば病院リハビリテーション部、 
9NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科、10村上華林堂病院リハビリテーション科

【背景】根治困難な神経筋疾患（NMD）において、対症療法として胃瘻造設術の選択があり、
適応条件や適応時期についてはガイドラインで示されているが、医療的ケアの実態は把握
されていない。【目的】本研究の目的は、多施設医療機関におけるNMD患者を対象に医療
的ケアの実態調査を行い、各疾患の実施率や実施時期を明らかにする。【方法】本研究は横
断研究であり、2015年4月1日～ 2024年3月に当院および研究協力機関9施設において
胃瘻造設を実施したNMD患者で本研究の同意を得た患者を対象とした。調査項目は、主
病名、性別、年齢、発症および診断期間、胃瘻造設期間、術後合併症率、社会資源（介護保
険、指定難病の有無）、同居家族の有無、医療的ケア（人工呼吸療法等の有無）、療養場所を
対面で聞き取り調査を行った。【結果】対象となった患者は99例であり、上位疾患は筋萎縮
性側索硬化症（ALS）48例で、多系統萎縮症（MSA）14例、デュシェンヌ型筋ジストロフィー

（DMD）7例であった。性別（男/女）59/40、平均年齢60.7±14.8（22-87）歳、平均胃瘻
造設期間29 ±36（0-173）カ月、介護保険有63.6%（63例）、同居家族有73.7%（73例）、
医療的ケア有37.4%（37例）、療養場所は病院44.4%（44例）、在宅30.3%（30例）、施設
25.3%（25例）であった。【考察】疾患はALSが49%を占め、胃瘻造設は若年から高齢者まで、
発症早期から慢性期に至る時期に行っており、その対応は画一的なものであってはならな
いものと考える。社会資源の利用は高く、医療的ケアを行なっているMND患者もおり、療
養場所に限らず、家族や療養支援者との連携は不可欠であるものと考える。今後はPEG造
設時の葛藤やPEG造設後の後悔、QOLについて明らかにしていきたい。

O1-7-5
長期経腸栄養使用の筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者に生じた銅欠乏性貧血
に食品で銅付加を行った症例
草留∙愛（くさどめ∙あい）1、安藤∙より子（あんどう∙よりこ）1、鎌田∙美樹（かまだ∙みき）2、久永∙真由美（ひさなが∙まゆみ）2、
宮永∙朋子（みやなが∙ともこ）1、延原∙康幸（のぶはら∙やすゆき）3

1NHO 南九州病院栄養管理室、2NHO 南九州病院看護部、3NHO 南九州病院脳神経内科部

【はじめに】貧血には鉄欠乏性貧血、腎性貧血、溶血性貧血など存在し、その中に銅欠乏性
貧血がある。多くの貧血要因が考えられる患者で銅欠乏性貧血が確認され、治療に薬剤お
よび食品を用い、Hb 、Cu、Zn及びセルロプラスミンの数値を追ったことを報告する。 

【対象】80代女性、胃瘻管理。既往にALS、慢性腎不全あり。 【経過】202x年に貧血、便潜
血陽性ありCFで大腸腫瘍認めるx月に摘出術施行（良性腫瘍）。一時改善するがHb8g ／ dl
へ再低下し精査するも、原因となる消化管病変は認めず。鉄、ビタミンB12、葉酸は正常。
MDSを疑い精査するが否定。ダルベポエチンによる対症療法を続けたがHb8g ／ dlへ再低
下。微量元素による貧血を疑うとセルロプラスミン5．8mg ／ dl、Cu7μg ／ dl、Zn39
μg ／ dlで銅欠乏性貧血と診断され、メドレニックによる微量元素補充開始。投与10日で
Cu28μg ／ dl、Zn76μg ／ dl、Hb9．4g ／ dlへ改善するがセルロプラスミンは上昇見
られず。メドレニックの投与間隔が空くと再びHb7．9g ／ dlとなり、多職種協議し銅補
充目的にココア15g ／日（銅0．57mg）注入開始。注入10日でHb8．9g ／ dlと上昇。そ
の後Hb8．0g ／ dl、Cu23μg ／ dl、セルロプラスミン13．7mg ／ dlで経過した。 【考
察】貧血には複数の要因があり本症例は腎性貧血、銅欠乏性貧血と重なった。銅欠乏をはじ
め、微量元素欠乏貧血は特徴的な検査異常を示さないため、栄養面からのアプローチが大
切である。 

O1-7-4
当院パーキンソン病患者における生活習慣病関連の使用薬剤に関する対照
群との比較調査
会津∙裕子（あいず∙ゆうこ）

NHO 仙台西多賀病院薬剤部

【背景】当院のパーキンソン病（PD）患者の持参薬を確認している際にPD患者は非脳神経疾
患患者と比較して生活習慣病治療薬の内服頻度が少ない印象をうけた。そこで、生活習慣
病関連で使用される薬剤について使用状況を比較検討した。【目的】当院に入院したPD患者
と、非脳神経疾患患者の高血圧症、脂質異常症、高尿酸血症、糖尿病の各疾患の治療薬の
使用状況に差があるかを比較する。

【対象と方法】2024年1月～ 4月に当院脳神経内科・外科に入院したPD患者113名と
2024年3月～ 4月に整形外科に入院した50歳以上の非脳神経疾患患者113名を対象とし
た。上記疾患の治療薬別、並びに各詳細薬効群別で服用患者数を比較した。

【結果】高尿酸治療薬、高血圧症治療薬の服用状況はPDの患者で優位に少なかった。（Chi-
squared p＜0.01）また、高血圧症治療薬では詳細薬効別でARBの使用状況に有意差が見
られた。（p＜0.01）

【結論】PD患者では尿酸値が低いことが指摘されており、PD患者で高尿酸血症治療薬の使
用状況が低いことは先行研究に矛盾しない結果と考えられた。またPD患者では自律神経障
害により起立性低血圧を生じることから高血圧症治療薬の使用状況も低く、高血圧症治療
薬を使用している場合も薬剤選択に病態が影響している可能性が考えられた。疾患特異的
な処方傾向を把握することは薬剤の副作用リスクを推測し、薬剤管理指導を行う上で重要
と考えられる。
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O1-8-5
Refeeding症候群高リスク患者への早期介入
鈴木∙翔太（すずき∙しょうた）1、吉田∙比呂規（よしだ∙ひろき）2、村上∙智徳（むらかみ∙とものり）2、
勝本∙恵理香（かつもと∙えりか）2、源藤∙真由（げんとう∙まゆ）1、畠中∙真由（はたけなか∙まゆ）2、井上∙美咲（いのうえ∙みさき）2、
山根∙あゆみ（やまね∙あゆみ）3、大幸∙聡子（おおさか∙さとこ）2、内藤∙裕子（ないとう∙ゆうこ）1、伊藤∙明彦（いとう∙あきひこ）4

1NHO 大阪医療センター栄養管理部、2NHO 東近江総合医療センター栄養管理室、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター栄養管理室、4NHO 東近江総合医療センター消化器内科

【目的】Refeeding症候群（以下RS）とは、慢性的な栄養不足の患者に対し急速な高エネル
ギーの補給にて生じる代謝合併症の総称である。当院ではRS高リスク患者について、NICE
ガイドラインを参考に作成したスクリーニングシートで抽出・介入を行っており、その現
状について報告してきた。 今回は早期栄養介入管理加算の導入の効果について調査した。

【方法】早期栄養介入管理加算が開始となった2022年7月～ 2024年3月（A群）、対照の
2020年7月～ 2022年3月（B群）に入院した患者のうち、RS高リスクの患者80名を対象
とした。年齢、抽出理由及びエネルギー摂取量、血清リン値等を調査した。また、加算対
象の患者は5名のみであった。【結果】平均年齢は67±15歳。RS高リスクの原因はアルコー
ル摂取過剰が32.5％ と最も多く、患者抽出は管理栄養士が7割を占めていた。管理栄養士
介入までの日数は2.0±1.9日（B群）→1.2±1.5日（A群）と短縮傾向（P＝0.06）となり、
医師による患者抽出が22.5％（B群）→33.3％（A群）と増加していた。また入院時の血清リ
ン値は3.4±1.4mg/dl、3日目は2.5±1.0mg/dlであったが、7日目には3.1±0.7mg/
dlまで改善していた。【考察】介入時期の短縮や医師による患者抽出の増加など、高リスク
患者へより早期に介入できている現状が分かった。背景には加算による早期介入の意識付
けや、啓発活動による院内全体のRSの認識が深まったことが考えられた。しかし、介入
遅れによる大幅な血清リン値の低下を招いた症例もあり、2020年のASPEN Consensus 
Recommendations等も考慮した介入体制の更なる改善が必要であると考える。

O1-8-4
当院NSTでの抗利尿ホルモン不適切分泌症候群（SIADH）を考慮した低Na
血症対応について
橋本∙将矢（はしもと∙まさや）1、勝田∙倫子（かつだ∙りんこ）3、世利∙佳滉（せり∙よしひろ）4、齊藤∙郁美（さいとう∙いくみ）2、
中南∙恵里（なかみなみ∙えり）5、谷上∙知絵理（たにがみ∙ちえり）6、橋本∙有希（はしもと∙ゆき）7、牛尾∙まい（うしお∙まい）8、
越後∙朋彦（えちご∙ともひこ）1、間部∙由佳理（まなべ∙ゆかり）1、和泉∙才伸（いずみ∙としのぶ）2

1NHO 姫路医療センター栄養管理室、2NHO 姫路医療センター消化器内科、 
3NHO 姫路医療センターリウマチ科、4NHO 姫路医療センター呼吸器内科、 
5NHO 姫路医療センター看護部、6NHO 姫路医療センター薬剤部、 
7NHO 姫路医療センター臨床検査科、8NHO 姫路医療センターリハビリテーション科

入院中の患者において、低Na血症の有病率は42％に及ぶとの報告がある。低Na血症の症
状としては疲労感、頭痛、痙攣、重篤な症例では意識障害をきたす場合もある。また、栄
養に関わる副作用として食欲不振や悪心も引き起こす。その原因として最も高頻度に認め
られるものがSIADHとされている。SIADHは抗利尿ホルモン（ADH）の過剰分泌により、
腎での水分再吸収が抑制されることにより体内の水分貯留が引き起こされ、希釈性の低Na
血症となる。SIADHを引き起こす原因としては、肺炎や気管支喘息など肺疾患、肺小細胞
癌など異所性バソプレシン産生腫瘍、髄膜炎や脳腫瘍など中枢神経系疾患、抗てんかん薬
など薬剤性などがあげられる。当院は主要な診療科が呼吸器科であり、肺疾患や肺小細胞
癌の患者が多くSIADHをきたす症例が散見される。一方で、患者の高齢化もすすみ、単純
にNaの摂取不足が原因による低Na血症の症例もみられる。しかし、低Na血症を引き起
こす原因の精査を行わず、ただNa付加を行う場合は心不全など様々な弊害が生じる恐れが
ある。当院では低Na血症に対し、その原因究明と適切な対応を行うことで低Na血症に伴
う食欲不振の改善、ひいては栄養状態の改善に繋がるようアプローチを行っており報告す
る。

O1-8-3
栄養サポートチームが提案する栄養療法の実施を促す工夫
横浜∙吏郎（よこはま∙しろう）1、村木∙麻耶（むらき∙まや）2、山本∙涼（やまもと∙りょう）2、但馬∙久貴（たじま∙ひさよし）1、
明石∙弥生（あかし∙やよい）1、玉木∙陽穂（たまき∙ようすい）1

1NHO 旭川医療センター栄養サポートチーム、2NHO 旭川医療センター栄養管理室

［目的］当院の栄養サポートチーム（NST）は2008年度に稼働し、2014年度よりNST加算
を算定している。NSTでは栄養状態のアセスメントと栄養療法の実施を繰り返すことによっ
て栄養障害の改善を図るが、当院では専従者が立案した栄養療法をカンファレンスで検討
し、患者の了承を得た上で主治医へ提案している。また、2020年度より栄養管理室のメン
バーが、NSTの介入症例に対して事前の栄養相談、主治医への事前報告、食事・注射オーダー
のダブルチェックを導入した。本研究では、これらの工夫がNSTから提案した栄養療法の
実施率に及ぼす効果を検討した。［対象および方法］2018年度と2022年度に当院のNST
が介入した入院患者を対象とした。両年の患者背景、介入回数、提案回数を調査し、栄養
療法の実施率、未実施の理由を比較した。［結果］2022年度の新規介入件数は減少したが、
両年の総介入回数に大きな差は無く、1症例当たりの介入回数、提案回数が有意に増加した。
NSTが提案した栄養療法の実施率は、2018年度の73.3%から2022年度の97.0%へ有意
に増加した。また、食事・注射オーダーのケアレスミスや主治医の否認による不適切な未
実施が16.1%から0.6%へ、患者の拒絶による未実施は3.6%から0.6%へ有意に減少した。

［結論］介入症例に対する事前の栄養相談、主治医への事前報告、食事・注射オーダーのダ
ブルチェックの導入により、NSTが提案する栄養療法の実施率は大きく向上した。

O1-8-2
重心病棟におけるNSTの取り組みへの薬剤師の関わり
川角∙彩香（かわすみ∙あやか）、門野∙恵莉（かどの∙えり）、赤井∙裕子（あかい∙ゆうこ）、寺川∙伸江（てらかわ∙のぶえ）

NHO 兵庫あおの病院薬剤科

【目的】令和4年4月の診療報酬改定において、療養病棟でも栄養サポートチーム（NST）加
算が算定可能となった。2023年7月から2024年3月の期間における、NSTチームの活動
開始後の薬剤師の関わりについて報告する。【方法】1）チーム形成算定・運営のためのチー
ムを形成した。人員は算定要件に係る研修を受講した医師、看護師、薬剤師、管理栄養士
が在籍しており、薬剤師は2名が要件を満たしている。歯科医師による歯科医師連携加算も
算定を開始した。2）対象患者の検討重心患者は長期入所という背景から定期的な栄養管理
が必要である。このため重心患者全員を介入対象とした。定期採血が2回／年のため、カン
ファレンスと加算は検査結果を基に2回／年の実施となった。3）事前資料作成事前に対象
者の栄養状態について各職種の視点でカンファレンスシートに記載する。薬剤科では処方
薬に関連した亜鉛、電解質、カルニチン、微量元素等の情報を記載している。4）実施各回
30分程度でカンファレンスを実施。【結果】2023年7月～ 2024年3月においてNST加算
は259件、歯科医師連携加算は255件であった。このうち薬剤変更は41件あり、内容と
してはマグネシウム製剤、慢性便秘症治療薬、亜鉛含有製剤、アミノ酸製剤、微量元素等
の調整であった。【考察】薬剤の調整が必要であった患者は15%程度存在していたが、一般
病棟では入院期間の短縮、術後早期介入による合併症発生リスク低下などの成果がみられ
ており、重心病棟における成果をさらに検討していく必要がある。
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O1-9-3
看護部のリクルート活動につなげるためのホームページ活用調査
本田∙杏奈（ほんだ∙あんな）、南川∙栄子（みなみかわ∙えいこ）、川尻∙亮太（かわじり∙りょうた）、石笠∙奈美（いしかさ∙なみ）、
今村∙果奈代（いまむら∙かなよ）、小森∙康代（こもり∙やすよ）、森∙佑太郎（もり∙ゆうたろう）、川崎∙恵梨（かわさき∙えり）、
樋渡∙美穂（ひわたし∙みほ）、前田∙和美（まえだ∙かずみ）

NHO 嬉野医療センター看護部

【背景】看護師の現役世代が減少する中、人材確保に困難を生じている。A病院の人材確保
に向けた活動は、ホームページ（以下HP）と就職説明会で実施している。その中で、今後
のリクルート活動に繋げる目的でHPの活用や入職前後のイメージの変化を明らかにしたい
と考えた。【目的】A病院に所属している看護師らが就職先の決め手となる重要な事項とHP
活用の状況を調査し、新たなリクルート活動の示唆を得る。【方法】看護師長以上の役職を
除く看護師・助産師を対象に、2023年12月から2024年1月までA病院倫理委員会の承
認を得てアンケート調査を実施。374名配布し、回収286名であった。【結果】就職する病
院を決定する上で重要な事項として68％が「看護部の雰囲気が良い」と回答した。就職動
機が病院のHPであった者は、9.5％であった。就職を決めるうえでHPの分かりやすさは、
81％がわかりやすいと回答した。一方で、54%が入職前と入職後でのイメージが「変わった、
少し変わった」と回答した。イメージが変わった意見には、「働きやすさ」「看護師だけでな
く多職種も優しかった」などの好印象と、「忙しい」「思っていたより大変」など実務的な内
容であった。【考察】就職する病院を決定する上で「看護部の雰囲気が良い」が重要項目であ
ることが明らかとなった。半数以上の看護師が入職前後でイメージが変化していることか
ら、看護師の雰囲気は既存のHP内容では捉えにくいことが分かり、改善点の一つであると
考える。【結語】1．就職先の決定には、看護部の雰囲気の情報が求められている。2．就職
動機がHP情報となる場合があり、看護部の雰囲気やイメージが正確に伝わる工夫が必要で
ある。

O1-9-2
包括ケア病棟の入退院支援内容実施度の実際から考える看護師経験4年目
以上の看護師の傾向
城野∙香穂（じょうの∙かほ）

NHO 東佐賀病院看護部包括ケア病棟

【目的】包括ケア病棟の看護師経験4年目以上の看護師に対し、入退院支援内容実施度に関
するアンケート調査からどのような傾向があるのかを明らかにする。【方法】対象者：包括
ケア病棟看護師（看護師実務歴4年目以上の18名、常勤・非常勤含む）回収数18　回収率
100％調査期間：令和x年Y月YY日～ 2か月調査項目：（1）対象者の属性：1.年齢2.経験
年数（2）入退院支援に対する知識、技術・態度を問う質問紙形式データ分析方法：質問項目
を6項目とし5段階で評価。【結果】入退院支援内容実施度のアンケート結果、全項目平均
値が1 ～ 5年目2.7、6 ～ 10年目2.8、11 ～ 20年目3.2、21年目以上2.4であった。【考察】
21年目以上の看護師が全看護師の中で6項目中4項目において自己評価が低い事から、知
識や経験が豊富な為、患者・家族の捉え方や視点が多職種と異なり、多職種との連携に困
難さを感じ自信のなさに繋がっていると考える。また、2014年に地域包括ケア病棟が開始
している為、21年目以上の看護師は看護師教育カリキュラムで在宅看護論を履修できてお
らず全看護師より平均点が低いと考える。今後はベテラン看護師に対する勉強会を行うこ
とで自己評価が上がっていくのではないかと考える。【結論】1.看護師経験が長くても在宅
看護論を学習していないベテラン看護師の方が自己評価が低い。2.ベテラン看護師は知識
や経験が豊富な故に患者・家族の捉え方や視点が多職種と異なるため、多職種との連携に
困難さを感じ自信のなさに繋がっている。3.学校における学習経験と包括ケア病棟の知識・
経験を積むことが不安の軽減に繋がり自己評価が高くなる。

O1-9-1
看護師の人材確保と定着に向けた取り組み～ KJ法及び調査票から見るア
ピールポイントの探索～
古瀬∙法子（こせ∙のりこ）、猿渡∙裕子（さるわたり∙ゆうこ）、松野∙祐美（まつの∙ゆみ）、貝田∙さつき（かいだ∙さつき）

NHO 東佐賀病院看護部

【はじめに】少子高齢化に伴い、新人看護師の確保と現職看護師の定着は課題である。その
ため自施設の特徴をアピールポイントとした人材確保と定着に向けた行動計画を検討した。

【目的】看護師の人材確保と定着に向けた行動計画の検討【方法】副看護師長を対象に自施設
のアピールポイントをKJ法にて抽出、次に在職中の看護師を対象に経験年数、他施設の
勤務経験の有無、働き続けられる理由、満足度、改善点、アピールポイントについてアン
ケート調査を行った。【結果】KJ法にて大分類「自己実現・時間の裁量・人間関係・構造設
備」を抽出した。アンケート調査は、197名に実施（回答率88.3％）、経験年数16年以上が
50％、他施設の勤務経験有りが64％、働き続ける理由の上位項目は、通勤利便性・休暇制
度・勤務体制であった。満足度は、まあまあ満足と満足が76％を占め、改善点の上位項目は、
設備・機器・教育であった。アピールポイントはKJ法の内容とほぼ相違なく、大分類ごと
に行動計画を立案した。【考察】本調査にて、自施設の働き続けられる理由は、職場環境や
勤務体制・休暇制度が上位であった。期待した専門的な看護（重症心身障害者・結核・感染
症）の学びや喜びが少数意見であった。真の「働き続けられる病院」となるためには、外面の
インセンティブな刺激のみならず、モチベーションにつながる看護が重要と考える。看護
の多様化、病院完結型から地域完結型への急速な変化、医療の人工知能導入などを見据えて、
専門性やキャリア開発の教育の支援が課題である。【結論】1．自施設の「働き続けられる理由」
が明確となった。2．人材確保のために、専門性やキャリア開発の教育支援が課題である。

O1-8-6
脳神経内科病棟における個別化された栄養サポートの体重減少予防効果
濱田∙秋平（はまだ∙しゅうへい）1、大野∙花蓮（おおの∙かれん）1、早川∙明子（はやかわ∙あきこ）1、中谷∙成利（なかたに∙しげとし）2

1NHO さいがた医療センター栄養管理室、2国立国際医療研究センター国府台病院栄養管理室

【目的・拝啓】患者ごとの栄養障害に関連した多様な障害が複合的に存在する神経変性疾患を
持つ患者が入院する当院の栄養管理体制は十分ではない。そこで2023年4月より、神経変
性疾患を持つ患者が入院する脳神経内科病棟において、個別化された栄養サポートを導入
した。導入より1年が経過したため、個別化された栄養サポートの体重減少予防効果につい
て検討した。【方法】本研究は後ろ向きのコホート研究である。40床の脳神経内科病棟にお
いて、2020年4月1日から2024年3月31日までに入院した患者を対象として基本属性

（性、年齢、主病名、ADL）、入院時の血清アルブミン、体格（身長、体重）を調査した。追
跡期間は入院日から退院日、追跡期間の最大は365日とした。基礎集計後、全入院患者に
個別化された栄養サポートが導入された前後で（以下、導入前：旧体制、導入後：新体制）、
体重減少の発生率についてロジスティックス回帰分析（単変量及び多変量モデル）によって
検討した。【結果】新体制の期間に入院した41人と、旧体制の期間に入院した166人を対象
群として比較した。体重減少発生者は5％以上：37人（22.8%）vs 2人（5.1％）, p=0.007、
10％以上：18人（11.1%）vs 1人（2.6%）, p=0.082であった。年齢、性別、BMI、追跡期間、
ADLで調整した新体制の旧体制に対する、体重減少発生率のオッズ比は、5%以上：0.184

（95%CI:0.040-0.854. p=0.031）、10%以 上：0.329（95%CI:0.036-3.012. p=0.325）
であった。【考察】入院時から全患者において栄養アセスメントを実施し、患者毎に栄養摂
取量を定め、定期的な介入、モニタリングの継続をすることで、脳神経内科病棟に入院中
の体重減少を抑制できる可能性がある。
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O1-10-1
重症患者におけるnational early warning score（NEWS）とICU再入室
のリスク因子の検討
前川∙友成（まえかわ∙ともなり）1、甲斐∙彰（かい∙あきら）2、出口∙恵美（でぐち∙えみ）1

1NHO 熊本医療センター ICU、2NHO 熊本医療センター医療安全管理室

【背景と目的】当院では2022年4月からrapid response system（RRS）を導入し, 起動基
準としてnational early warning score（NEWS）を取り入れている. ICUに再入室する
リスク因子は, 退室時のNEWSが有意に高いことが明らかになっているが, ICU退室日以
降で再入室のリスクが関連するかは不明である. そこで本研究の目的は, 重症患者におけ
るICU退室時から退室後1週間以内のNEWSが, ICU再入室のリスク因子と関連するかを
検討した. 【方法】対象は2022年6月から2024年3月にICUに入室した生存患者とし, 除
外基準が年齢18歳未満とICU入室2日以内とした. 方法は, 診療録より後方視的に患者属
性, ICU退室日から7日目までのNEWS, ICU再入室の有無を調査した. 統計解析は, 退室
後NEWSとICU再入室への影響を検討するために年齢, SOFAスコア, 人工呼吸管理の有無
を共変量としたロジスティック回帰分析を実施した. 【結果】178例（70.3±15.5歳,男性
105例）が解析対象となり, ICU再入室群が8例（4.5%）であったが, 患者属性は2群間に有
意差を認めなかった. ICU退室から再入室までの期間（中央値[四分位範囲]）は2.5[1.0-6.0]
日であった. 再入室群におけるICU退室時NEWSは, 非再入室群と比較して有意に高かっ
た（6.0点 vs 4.0点, p=0.008）. ICU再入室のリスク因子は, ICU退室時（オッズ比1.53, 
95%CI:1.15-2.01, p=0.003）から3日目（オッズ比1.35, 95%CI:1.05-1.74, p=0.02）ま
でのNEWSが有意な関連を示したが, 4日目から7日目のNEWSでは有意差を認めなかっ
た. 【結論】ICU退室から退室後3日目までのNEWSは, ICU再入室のリスク因子であったこ
とから, この期間のNEWSのスコア管理と退室後フォローが重要である.

O1-9-6
九州がんセンター薬剤部における2-5年目教育プログラム施行後の有用性
評価
後藤∙隆（ごとう∙たかし）、高野∙豪（たかの∙たけし）、清水∙裕彰（しみず∙ひろあき）

NHO 九州がんセンター薬剤部

【背景】2-5年目の薬剤師は、セントラル業務、病棟業務、チーム活動等を通して、薬剤師と
して求められる薬学的知識、危機管理能力等を習得していく時期であるが、当院には該当
時期の教育プログラムがなく、また具体的な到達目標や使用教材等を指定しておらず、質
の向上・担保が十分でなかった。【方法】2023年10月より到達目標等を織り込んだ2-5年
目教育プログラム（以下、本プログラム）を作成した。2024年1月より、対象となるスタッ
フ（学習者）の到達度評価を試行した。到達度評価は、30-50の評価項目それぞれをA（概ね
助言の必要なく実践している）、B（時々助言をうけて支援者と共に実践している）、C（常に
助言をうけて支援者と共に実践している）で評価し、「全項目の8割以上がAまたはB」を以
て「到達」とした。また、学習者へ本プログラムに対する満足度等についてアンケート調査

（以下、アンケート調査）を行い検討した。【結果】学習者は3名（2年目1名、3年目1名、4
年目1名）であった。評価に関わった薬剤師は10名であった。学習者3名が「到達」の評価
であった。また、アンケート調査によると、全体満足度（5点満点）は平均3.3点であり、本
プログラムの良かった点として、「支援者との対話」、「シャドーイング」、「自分自身の成長」
等が抽出された。一方、本プログラムの悪かった点としては、「行動目標」、「使用教材」、「自
分自身の成長」が抽出された。【考察】対象者3名とも「到達」の評価であり、本プログラムへ
の全体満足度も平均3.3点であったことから概ね有用性は確認されたと思われる。より充実
したものにしてくため今後もプログラムの改訂も必要であると思われる。

O1-9-5
リハビリテーションにおける接遇マナー「研修動画を作成して」
滝野∙雅文（たきの∙まさふみ）1、秋山∙新（あきやま∙しん）2、山野∙遥人（やまの∙はると）2

1NHO 山形病院リハビリテーション科、2NHO いわき病院リハビリテーション科

【はじめに】1995年の厚生白書において「医療はサービス業という認識を持つべきである」
とされ、現在この考え方は社会に広く浸透し，多くの医療機関で職員の接遇向上を目的と
した研修や活動が行われている。リハビリテーション領域においても接遇マナー研修が行
われるようになり、最近では実際の場面を想定した動画形式での研修教材も見られるよう
になった。しかしながら、リハビリテーション領域における接遇マナーとは何かを明確に
定義したものはない。そこで、リハビリテーション分野における接遇マナーをどう捉え、
どう実践していけば良いかという視点で接遇マナー研修用動画を作成しオンデマンド配信
を行なった。【対象】国立病院機構北海道東北グループに所属する理学療法士【方法】接遇マ
ナーに関する研修動画を作成し、動画配信プラットフォームvimeoを用いてオンデマンド
配信を行なった。配信後アンケートにてリッカート尺度での満足度を調査した。【結果】52
の動画視聴があり、うちアンケート回答者は32名であった。満足度に関しては10名が「良
かった」、22名が「大変良かった」と回答し、「接遇マナーに関する意識が高まった」が3名、

「大変高まった」が29名という結果になった。【結語】今回、リハビリテーションにおける接
遇マナーに関して研修用動画を作成し、オンデマンド配信を行なった。その結果高い満足
度と意識向上が見られた。今後もこのような動画配信用プラットフィームを用いて視覚的、
言語的な学習ツールを提供することで、臨床場面での接遇マナーの意識向上を図っていき
たい。

O1-9-4
外来でのジョブローテーション導入における人材育成への効果
富田∙玲奈（とみた∙れな）、濱砂∙依里（はますな∙えり）、野々上∙絵美（ののうえ∙えみ）、藺月∙真由美（いづき∙まゆみ）

NHO 熊本再春医療センター外来

【はじめに】外来では各診療科に看護師を固定配置し、診療科に特化した教育を行ってきた。
スタッフの急な欠勤時には配置補完に難渋し、業務負担の片寄りとなっている。また、救
急外来・内視鏡室など専門的治療への柔軟な対応も求められ、2020年よりジョブローテー
ションを導入した。それによる人材育成の効果を明らかにする。【研究方法】半構成的質問
紙法による実態調査研究【結果】人材育成の効果として｢応援体制の確保と充実｣ ｢知識・技
術の獲得とキャリアアップ｣ ｢外来看護の質向上｣ ｢外来看護の可視化と共有｣ ｢業務の偏り
の是正｣のカテゴリが抽出された。【考察】大久保は人材育成の効果について、1．知的熟練
の加速、2．仕事の俯瞰的理解・客観化、3．リーダーシップの開発、4．社内ネットワー
クの開拓、5．学習の促進、6．適応力の向上があると述べている。｢応援体制の確保と充実
｣は様々な部門を経験する中で自ずと応援の必要性を感じており2の効果に該当する。｢知
識・技術の獲得とキャリアアップ｣はスキルアップの意図的な機会となり1・5の効果に該
当する。｢外来看護の質向上｣は外来では専門性の高い適切な看護の提供が必要であり、診
療に合わせた対応力が求められ3・6の効果に該当する。ジョブローテーションを円滑に実
践するには｢外来看護の可視化と共有｣が必要であり、マニュアル作成や引継事項の整備は、
外来看護の全体像を明確化でき、診療科間の連携促進となり2の効果に該当する。｢業務の
偏りの是正｣では現状把握と課題解決が求められ、2・4の効果に該当する。以上のように、
ジョブローテーションによる人材育成の効果があった。
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O1-10-5
新設された緩和ケア病棟で働く看護師の不安の変化と組織化
助実∙杏奈（すけざね∙あんな）

NHO 長良医療センター看護部

【目的】2023年1月に緩和ケア病棟が新設された。がん看護の経験が浅い又は未経験の看護
師が多いチームでの開棟となった。緩和ケア病棟をイメージできないことから不安が先行
していたが、経験を重ね、看護の意味づけを繰り返し、お互いを高め合うことで強固な組
織となった。看護師が抱える不安がどのように変化したか検証した。【実践】当該病棟看護
職員全員を対象に、語りの場を設け、開棟直後、3か月後、1年後実施した。その時々の不
安について語ってもらい、記録した。語りの場に参加できなかった者には自由記載とした。
その内容をカテゴライズし、組織化について分析した。【結果】語りの変化は、開棟直後で
は場面を想定した対応に関する漠然とした不安、3か月後では自身の様々な経験や感情を言
語化していた。1年後では他職種を含む周囲を気遣う言動に変化した。【考察】不安な思いを
言語化し、それらを共有することで自己の感情の気づきとなっていた。また、困難などを
多職種で共有することで、多職種と協働し支え合っていることを実感しチームワークが強
化された。また、思いの共有がお互いを認め合う関係性に発展し強固な組織へと成長して
いた。緩和ケア看護の経験に大きな差はなかったが、個々が「自律的に」病棟を創りあげる
意識が高くなり、チームエンパワーメントが促進されたと考える。その背景には目標や方
針を掲げ、共通の目標達成を目指して成長していけるような働きかけ、他職種も含めた全
員が自己の役割を自律的に発揮できるようマネジメントがあったと考える。

O1-10-4
混合病棟に勤務する看護師の終末期患者・家族に対する看護支援の充実に
向けて～看取りにおける患者・家族に対する看護支援の現状調査
長谷川∙あゆみ（はせがわ∙あゆみ）、深津∙正子（ふかつ∙まさこ）、萩原∙久実子（はぎわら∙くみこ）

NHO 渋川医療センター看護部

【目的】周手術期から急性期、慢性期、終末期の様々な健康レベルの患者が入院している混
合病棟における看取り時の看護支援の現状を明らかにし、看取り時における看護支援の向
上を図るための示唆を得る。【方法】2023年5月に「看護師の看取りのケアに対する実践・
困難尺度（5段階尺度）」を用いて、質問紙調査、対象はA・B病棟の看護師57名。【結果】
4つの大項目の中で平均値が最も高かった大項目は＜患者と家族の尊重＞であり、4.22±
1.07であった。また、平均値が最も低かった大項目は＜看護介入の見直し＞であり、2.96
±1.10であった。その中でも「看取りの時期に、それまで行われてきた検査の見直しをし
ている」の小項目は平均値2.74±1.11であった。【考察】結果より多くの看護師が、患者や
家族に寄り添った看護支援を行えていることが分かった。しかし、検査や治療、看護介入
の見直しは十分ではない現状も明らかとなった。患者に必要な検査や治療でも、継続する
ことが患者の苦痛に繋がっていないか、患者の状況をアセスメントし、医師と検討するこ
とは、患者が望む最後を迎えるために重要な看護支援である。患者の希望及び医学的妥当
性や適切性を基に、医師と看護師が話し合う場を設けることも必要である。

O1-10-3
「当院におけるICUダイアリーの導入による有用性についての検討」について

宇土∙美賀子（うと∙みかこ）、宮下∙大介（みやした∙だいすけ）、中村∙千賀子（なかむら∙ちかこ）

NHO 大阪医療センター看護部

1.研究目的ICUに入室した患者へ精神的看護を行う上で、ICUでの体験の記憶の再構築と
してICUダイアリーが用いられる場合がある。本研究では、当院でICUダイアリーを導入
した結果、有用性があるのか検証していく。2.研究方法（1）対象：当院のICUに入室した
患者（48時間以上挿管管理された患者であり、認知機能障害や高次機能障害のある患者を
除く）（2）実施方法：対象患者の日々の様子についてダイアリーを作成し、ICU退室後にダ
イアリーと選択回答式質問方法と自由記述回答式質問方法から構成されるアンケート用紙
を配布した。（3）研究デザイン：量的研究（アンケート）（4）分析方法：アンケートの回答
を単純集計し、自由記述回答式質問は内容分析の手法を用いた。3.結果アンケートの協力
を得られた患者は9名で、ICUでの出来事を覚えている患者は6名であった。ICUダイアリー
を読み思い出すことができた患者は5名であり、状況を想像できたと回答があった。どち
らともいえない患者2名は30歳代であり、様子がよくわかる一方で詳細な内容はわからず、
記憶が整理できたかは不明と回答があった。思い出すことができなかった患者2名は70歳
代であり、眠ったような感覚だと回答があった。4.考察ICUダイアリーを読むことで記憶
のゆがみを整理でき、ICUでの経過を思い出すことができたと考える。文章だけでなく写
真を取り入れ、医療用語は避け簡易的な言葉を用いたことで、内容を理解しやすく記憶の
整理の補助となったと考える。しかし、年齢や理解力にあわせて内容を修正することも必
要である。5.結論当院におけるICUダイアリーの導入による有用性はあるが、患者の年齢
や理解力に合わせて記載する内容を工夫する必要がある。

O1-10-2
意識下手術を受ける患者の術中の体験
橋爪∙こころ（はしづめ∙こころ）

NHO 金沢医療センター手術室

意識下手術を受ける患者の術中の体験手術部　橋爪こころ　 目的:意識下手術を受ける患者
の術中の体験を明らかにし，患者のニーズに沿った術前の説明・術中のケア等周術期看護
に活かす方法:意識下で手術を受ける7名に質的記述的研究を行った.患者の術中の様子を
観察し，「術中の体験」になるであろう出来事を詳細に記録し，場面の再構成を行った.記録
をもとに，患者に術中の記憶を想起してもらい「術中の体験」を録音し逐語録を作成した.類
似差異性を明らかにし，カテゴリー化した結果:意識下で手術を受ける7名より「術中の体
験」は【想像していた手術のイメージとは違うと思う】【手術室で起こる出来事を受け入れる】

【スタッフの働きかけで安心する】【目の前の状況を自分なりに解釈する】【気を紛らわそう
と身体を動かす】【過去の手術経験から術後の生活へ期待する】の6つのカテゴリーを抽出
した．考察:意識下手術を受ける患者は，五感から感じとられる情報から，手術を受け入れ
るため，術前からどのような感覚が起こり得るのかについての説明をすることが効果的で
あると考えられた．また，術中の関わりとして，信頼関係が構築された医療者との対話が
術中不安の軽減になるため，短期間で信頼関係を構築するためにも的確な説明が求められ
る．さらに手術経験が，肯定的，否定的な感情にもなり得ることから，患者のなかで昇華
できるように術後訪問を通して患者に起こった体験を振り返る必要性や，手術室看護師は
患者の体験を通して，術中の必要なタイミングで声かけができるように看護の蓄積を行う
必要性が示唆された．
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O1-11-3
微生物検査部門メーリングリスト導入と効果について
清水∙真人（しみず∙まさと）1、福岡∙義久（ふくおか∙よしひさ）2、齋藤∙崇（さいとう∙たかし）3

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター臨床検査科、2NHO 呉医療センター臨床検査科、 
3NHO 岡山医療センター感染症内科

【はじめに】NHO中国四国グループ22施設において微生物検査を1名または1.5名（他部門
との兼任）で行っている施設が少なくないこと、微生物検査経験年数の浅い技師が担当して
いる施設が多く、ルーチン業務に関して容易に相談できない環境下にあった。そこで業務
不安の軽減を解消するために、検査担当者でメーリングリストを用いて相談、情報交換な
ど共有できる体制を構築したので報告する。【方法】2019年11月よりメールでの相談窓口

（ICDとICMT）を開設し、ルーチン業務での不安や疑問点を相談する体制を構築した。【結
果】2024年3月までの間、業務・運用に関する質問が47件（うちCovid19に関する内容
が17件）、症例等の共有が38件あった。業務に関しての質問は、結果報告前に疑問に感じ
て報告をどうすべきかの相談やASTに関わる抗菌薬に関わるアドバイスなど、多岐に渡る
質問があり、症例の共有はグラム染色での典型的な症例から希少な症例まで様々であった。
回答に関してはICDとICMTが主体となって、回答可能なメンバー数名にも依頼をしてス
ムーズな対応ができる体制とした。また、Webを用いた定期勉強会を実施してグループ全
体の知識向上を図った。【考察】メーリングリストを導入したことで、各施設での不安点や
疑問点の解消に繋がったと同時に、他施設で取り上げられた症例を共有して勉強できる良
い機会になったと考える。今後のメーリングリストの方向性や新たな企画を行い、微生物
検査部門のグループ全体での底上げを行いたい。2024年現在、メーリングリスト登録者は
50名を超えたが、施設間での検査実施内容や方法が異なることから適切なアドバイスが困
難なケースもあることが今後の課題となる。

O1-11-2
当センターにおけるペニシリン感性黄色ブドウ球菌のペニシリナーゼ陽性
率とMIC値の関連性
城所∙さつき（きどころ∙さつき）1、加藤∙維斗（かとう∙いと）1、神宮司∙深雪（じんぐうじ∙みゆき）1、高野∙美樹（たかの∙みき）1、
中尾∙知江美（なかお∙ちえみ）1、前島∙基志（まえじま∙もとし）1、大宜見∙力（おおぎみ∙ちから）2

1国立成育医療研究センター臨床検査部、2国立成育医療研究センター小児内科系専門診療部感染症科

【目的】黄色ブドウ球菌において、CLSIではペニシリンG感性と判定された菌株に対し、ペ
ニシリンディスクゾーンエッジテストによるペニシリナーゼ確認試験が推奨されている。
当センターではマイクロスキャンWalkAway96PlusのPosCombo1Jパネルを用いて感受
性を測定しており、PCGは0.12μg/mL以下のMIC値は不明である。今回我々は小児より
分離されたペニシリン感性黄色ブドウ球菌におけるペニシリナーゼ陽性率とそのMIC値を
比較した。  

【方法】2024年5月1日から31日の期間で臨床検体から分離された7株を用いた。羊血液
寒天培地（島津ダイアグノスティックス株式会社）を用いて純培養したのち、CLSIM100に
則り測定を行った。ペニシリナーゼの測定は、ミューラーヒントン寒天培地（日本ベクトン・
ディッキンソン株式会社）、PCGディスク（日本ベクトン・ディッキンソン株式会社）を用
いた。MIC値の測定はETEST（ビオメリュー・ジャパン株式会社）を用いた。  

【成績】分離株の内訳は血液培養2件、呼吸器2件、膿1件、眼脂2件であった。ペニシリナー
ゼの判定は、Fuzzyを陰性、Cliffを陽性とした。検査した株のうち陽性は0件、陰性は7件
であったが、判定に苦慮したものが1件あった。判定に苦慮した1件のMIC値は0.125μ
g/mLであり、他の7件のMIC値は0.064から0.094μg/mLであった。  

【結論】 ペニシリン感性黄色ブドウ球菌株におけるペニシリナーゼの陽性率は0％であった
が、判定に苦慮した1件は他の7件よりもMIC値が高かった。 今回の検討では検討数が少
なく、この所見が優位かは不明である。引き続き検討数を増やし、今回認められた現象の
再現性の確認および原因について明らかにする必要がある。 

O1-11-1
外来採血室の患者待ち時間短縮への取り組み
広瀬∙亮介（ひろせ∙りょうすけ）1、橋本∙規雅（はしもと∙のりまさ）1、一瀬∙康浩（いちのせ∙やすひろ）1、井田∙博之（いだ∙ひろゆき）1、
松山∙かおり（まつやま∙かおり）2

1NHO 熊本医療センター臨床検査科、2NHO 熊本医療センター看護部

[はじめに]外来採血の待ち時間は患者自身の満足度はもちろんのこと、検査結果報告時間
に関与し臨床や病院経営に影響を与える大きな要因である。当院は1日あたり約230名の
外来採血を行っているがその半数は8：00 ～ 9：30に集中しており取り組み前は30分以
上の待ち時間が発生していた。採血待ち時間（TAT：turnaround time）を集計・分析し、
TATが延長した時間帯に採血要員を配置することで10分以上の短縮に成功したので報告す
る。［方法］時間帯別に採血実施数を算出し曜日別の集計やTAT（採血待ち時間の定義を採血
受付～検体到着とした）を30分間隔で抽出して分析を行った。患者が集中している時間に
ついて、年度平均TATの27分を超過している時間帯に勤務調整した検査技師・看護師を配
置し10台ある採血台を全て運用することで待ち時間の平均化を図った。追加配置を極力検
査技師でも担えるよう、全検査技師が採血を施行できるまで訓練した。［結果］2023年7月
に平均31分の待ち時間が2024年2月には平均17分まで短縮し、午前中の混雑が解消さ
れた。検査技師による採血実施数は月平均216人（4.5%）から1287人（27.2%）まで増加し、
一部ではあるが看護部門のタスクシフトとしても奏功した。［まとめ］採血室の業務の分析
することで採血室の客観的に評価し問題点が明らかとなり，改善に取り組むことで患者待
ち時間が平均10分以上短縮した。また全検査技師が採血業務可能になったことで看護部と
連携し互いの補填が可能となった。今活動を継続することで今後も採血室の混雑緩和が継
続されると考えられる。

O1-10-6
病棟機能の変化への取り組み　コッターの変革プロセスを用いた効果につ
いての報告
牧内∙美和（まきうち∙みわ）、吉田∙久美子（よしだ∙くみこ）

NHO 信州上田医療センター看護部

【背景】緩和ケア病棟から一般病棟へ病床機能が変更となり、様々な診療科の緊急入院に対
応することとなった。看護師の負担増加、未経験の看護への不安・ストレスが生じ、看護
上の課題が増大したため、病棟全体で課題に向き合いたいと考えた。【目的】病棟看護師の
力を集結して病床機能の変化に柔軟に対応し、看護上の課題を解決する。【方法】コッター
の企業変革の看護への応用「看護現場を変える0 ～ 8段階のプロセス（倉岡，2018）」を用
いた。【結果】第0段階で看護師長、リーダー、サブリーダー、各部会リンクナース（以下
LN）と話し合い、病棟の課題を明確化した。重要課題を、多様な診療科看護の対応、感染
対策、認知症ケアとした。第1・2段階で課題を共有し危機意識を向上した。各LNを中心
とした組織化を行った。第3段階で、看護師個々の看護に対する思いを病棟ビジョンとして
明文化した。第4・5段階では日々のミーティング等でビジョンの共有と浸透を図った。第
6段階で、多様な診療科看護・緊急入院への対応が可能となり、短期的な成果が得られた。【考
察】変革のビジョンの周知徹底により、病棟管理者・スタッフ双方で意思統一化できた。ま
た、病棟内のコミュニケーションが促進し、病棟管理者が常にスタッフの行動にサポーティ
ブ（支持・承認・傾聴）であることがスタッフに伝わったことで、スタッフの行動が促進した。
第3段階のビジョンの言語化は、概念化スキルに乏しいスタッフには難しいため、看護管理
者の支援が必要である。
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O1-12-1
急性期脳出血患者に対する仮想現実技術を用いた体性認知協調療法の効果
～起立動作が改善した症例～
衣川∙柊太朗（きぬがわ∙しゅうたろう）1、朝田∙孝優（あさだ∙たかまさ）1、山原∙純（やまはら∙じゅん）1、
大井∙雄太（おおい∙ゆうた）2

1NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科、2NHO 舞鶴医療センター脳神経外科

【はじめに】
近年、仮想現実（以下、VR）技術を用いたリハビリテーション（以下、リハ）が神経領域に
おいて効果を発揮することが報告されている。しかし、急性期脳卒中患者のリハにVRを活
用した報告は少ない。今回、高次脳機能障害と右片麻痺を呈する急性期脳出血患者に対し、
VRガイド下での体性認知協調療法（以下、SCCT）を従来のリハ治療と併用して実施し、起
立動作に改善が得られたため報告する。

【症例紹介】
症例は70代男性、20XX年Y月Z日に下肢脱力の症状で当院受診、左皮質下出血と多発微
小出血の診断にて、同日入院。入院後、Z＋1日より理学療法を開始。

【初期評価Z＋7日】
Brunnstrom Recovery Stage（以下、BRS）は右下肢II、Berg Balance Scale（以下、BBS）
は4点、FIMは57点、MMSE24点、FAB14点であった。起立動作は高次脳機能障害に伴
う発動性の低下により姿勢の自己修正が困難であり、介助を必要とした。

【プログラム】
介入当初より神経筋再教育、筋力増強運動、基本動作練習を継続して実施した。介入2週間
後からは上記プログラムと併用して、mediVR社製「mediVRカグラ®」を用いたSCCTを
1回20分程度、週に2-3回実施した。

【最終評価Z＋72日】
BRSは右下肢V、BBSは 33点、FIMは 90点、起立動作は姿勢の自己修正が可能となり物
的介助を用いて自立可能となった。

【考察】
VRガイド下でのSCCTは、フィードフォワードによるボディイメージの構築と複数の感覚
フィードバックにより脳の可塑性を高め、運動学習を効率的にサポートすると報告されて
いる。本症例は高次脳機能障害により運動学習効率が低下していたが、VRガイド下での
SCCTを実施することで、運動学習をサポートした可能性が考えられる。

O1-11-6
当院におけるダラツムマブ、イサツキシマブ投与患者への輸血検査と輸血
対応
中村∙李子（なかむら∙りこ）1、伊藤∙雅幸（いとう∙まさゆき）1、高野∙由紀（たかの∙ゆき）1、
星∙伶司（ほし∙れいじ）1、嶋田∙恵実（しまだ∙めぐみ）1、秋元∙成美（あきもと∙なるみ）1、山川∙博史（やまかわ∙ひろし）1、
湯田∙淳一朗（ゆだ∙じゅんいちろう）2

1国立がん研究センター東病院臨床検査部、2国立がん研究センター東病院血液腫瘍科

【はじめに】骨髄腫治療薬であるダラツムマブ、イサツキシマブはヒト型抗CD38モノクロー
ナル抗体製剤（以下、抗体製剤）で高い有効性が示されており日常臨床の現場において広く
普及している。一方、これらの製剤を投与した患者の輸血検査では間接抗グロブリン法に
おいて偽陽性となることに留意する必要がある。当院での対応件数は2019年には年間4件
であったが、2021年には16件と増加した。当院はがん診療拠点病院であり他院で抗体製
剤を投与された患者が紹介されるケースも多く今後さらに増加していくことが予想された
ため検査技師と医師が協同し運用手順を策定したのでその内容を報告する。【投与決定後の
医師の対応】抗体製剤の投与が決定したら医師は速やかに輸血担当技師に情報共有を行い投
与前に血液型、不規則抗体SCR、赤血球主要抗原検査を依頼する。また抗体製剤投与後に
他院から紹介となった患者は当院での初回輸血検査実施前に医師が製剤の最終投与日、輸
血歴や輸血前検査結果等の診療情報を入手する。【投与後の検査と輸血】抗体製剤投与後は
DTT処理血球を使用することで偽陽性の影響を回避することができるが、当院では抗体製
剤投与前の不規則抗体陰性かつ輸血歴がないことを条件にDTT処理血球による検査を省略
している。また、不規則抗体の産生を可能な限り防ぐため患者の赤血球抗原を合わせた製
剤を輸血する。不規則抗体陰性の場合はコンピュータークロスマッチで対応する。【まとめ】
手順化により医師も検査技師も対応することが明確化し、より円滑な連携が図れるように
なった。コンピュータークロスマッチを利用することで輸血製剤のDTT処理が不要となり
速やかに輸血準備が可能となった。

O1-11-5
クロスミキシングテストにて即時・遅延反応共に下凸を呈した後天性血友
病Aの一症例
松本∙奈緒（まつもと∙なお）1、光黒∙真菜（みつぐろ∙まな）2、藤井∙由香（ふじい∙ゆか）1、中村∙颯（なかむら∙はやて）1、
村上∙麻里子（むらかみ∙まりこ）1、河合∙健（かわい∙たけし）1、眞能∙正幸（まのう∙まさゆき）3

1NHO 大阪医療センター臨床検査科、2国立循環器病研究センター臨床検査部、 
3NHO 大阪医療センター病理診断科

【はじめに】クロスミキシングテスト（以下, CMT）は活性化部分トロンボプラスチン時間（以
下, APTT）延長の原因検索に有用な検査であり, 即時反応と遅延反応の波形パターンより凝
固因子欠乏, 凝固因子インヒビター , ループスアンチコアグラントに分けることができる. 
今回我々は, 即時・遅延反応共に下凸で凝固因子欠乏のように思われた後天性血友病Aの症
例を経験したため報告する.

【症例】50代女性. 既往歴なし. 20XX年8月に肉眼的血尿, 同年10月に両前腕および大腿部
への紫斑を認め, 易出血性として当院へ紹介された. 当院初診時のデータはAPTT 61.9秒, 
プロトロンビン時間国際標準比 0.97, フィブリノゲン 303 mg/dL, FDP 3μg/mL, 血小板
数 223×109/Lであった. CMTを実施したところ, 即時・遅延反応共に下凸であり凝固因
子欠乏と思われた. しかし, 混合比5:5の血漿において即時反応のAPTTが31.7秒であるの
に対し, 遅延反応では46.8秒に延長していた. また, 遅延反応の波形は下凸ではあるが, 即
時反応に比してより直線に近く, 凝固因子インヒビターの可能性が示唆された. 院内で測定
した第8因子活性は2.1％であり,第8因子インヒビターの可能性が高いと臨床医へ報告し
た. 後日, 委託先より第8因子インヒビター 4.1 BU/mLと報告があり, 後天性血友病Aと診
断された. 患者は入院後ステロイド治療を開始して約3週間後にはAPTTが正常化, インヒ
ビターは検出感度以下となった.

【結語】CMTは測定原理を理解していなければ, 波形パターンだけを鵜呑みにして判定を誤
る可能性がある. 患者に適切な治療をより早期に提供するため, CMTの検査結果を正しく判
定し, 臨床医に報告することが重要である.

O1-11-4
FDP・Dダイマーの逆転現象が基準値境界付近でみられ、Dダイマーの偽
高値が疑われた一症例
三嶋∙寿佳（みしま∙ひさか）1、小林∙悠希（こばやし∙ゆうき）2、榎本∙暢（えのもと∙とおる）1、齊藤∙由美（さいとう∙ゆみ）1、
木村∙俊久（きむら∙としひさ）1,3

1NHO 敦賀医療センター研究検査科、2NHO 大阪医療センター臨床検査科、 
3NHO 敦賀医療センター臨床研究部

【はじめに】線溶系検査のFDPはフィブリノゲンまたはフィブリンの分解産物であり、Dダ
イマーはフィブリンの分解産物である。通常はFDP≧Dダイマーとなるが、FDP＜Dダイ
マーとなり逆転現象が見られた場合は、原因の精査が必要である。

【症例】脂質異常症で通院中の70歳代男性。クエン酸ナトリウム加血漿を用いた測定でFDP
が1.0μg/mL、Dダイマーが2.8μg/mLとなり逆転現象を認めた。原因を精査するため、
以下の検討を実施した。

【検討内容】希釈試験を行ったところ、FDPは良好な再現性を示したが、Dダイマーは希釈
による測定値の変動が認められた。DTT処理後の測定では、Dダイマーは＜0.5μg/ mL（対
照2.2μg/ mL）であった。測定試薬変更後のFDPは2.0μg/mL、Dダイマーは0.8μg/mL
であり逆転現象は生じていなかった。蛋白分画、免疫グロブリン、抗核抗体の追加検査結
果はいずれも異常が認められなかった。

【考察】希釈試験再現性不良によりDダイマーの偽高値が疑われた。DTT処理後にDダイマー
は低値を示したが、DTTの蛋白分解による試薬反応阻害の可能性もあること、免疫グロブ
リン測定や蛋白分画では異常が認められなかったことから原因の特定にはいたらなかった。
測定試薬の変更は患者本来のDダイマーの推測に有用であると考えられた。

【結語】基準値境界付近においてFDP、Dダイマーの逆転現象が確認された。本症例では原
因の特定はできなかったが非特異的反応によるDダイマーの偽高値が考えられた。低濃度
域であっても原因を精査し、異常蛋白等の存在を否定すべく精査することは有用であると
考えられる。
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O1-12-5
SGLT2阻害薬の副作用により食欲低下および体重減少を来した症例に対し
多職種カンファレンスが有効であった一症例
若月∙建（わかつき∙たける）、矢野∙博義（やの∙ひろよし）、黒岩∙明宙（くろいわ∙あきひろ）、岡田∙慧（おかだ∙さとし）、
小野澤∙未羽（おのざわ∙みう）、小野∙智彦（おの∙ともひこ）

NHO 埼玉病院リハビリテーション科

【はじめに】今回、SGLT-2阻害薬にて食欲低下および体重減少を来した症例を担当した。多
職種カンファレンスにて薬剤の変更の提案を行い、食欲、体重の改善を認め、手術に臨み
術後のリハビリを経て自宅退院した症例を報告する。【症例紹介】70代女性。入院時の体重
は37.0kgでBMIは14.5kg/m2、Alb:3.7g/dl、 GNRI:82.8で低体重を認めいていた。今
回は大動脈弁閉鎖不全症を契機とした心不全（HFrEF）で循環器内科での入院となった。入
院中に心臓血管外科にコンサルテーションされ大動脈弁置換術の方針となった。【経過】入
院後よりSGLT-2阻害薬の内服開始。内服期間中は食事摂取量の低下とともに体重の減少

（37.0kg→33.7kg）、本人の活気の低下があったためリハビリではレジスタンストレーニ
ングを控え歩行訓練のみにとどめた。多職種カンファレンスにて食欲低下、体重減少、活
気の低下について相談し、循環器内科医からはSGLT-2阻害薬の中止を決定、薬剤師からは
SGLT-2阻害薬の副作用の説明、栄養士からはNSTの介入、補食でのカロリーアップを検討
していただいた。SGLT-2阻害薬中止後は食事摂取量と体重の改善を認めリハビリでもレジ
スタンストレーニングの再開やエルゴメーター訓練を追加することができた。食欲、体重
が改善した状態で大動脈弁置換術に臨むことができ、術後は経過良好で自宅退院となった。

【結語】医者、薬剤師、栄養士、リハビリの多職種で問題を共有するカンファレンスが有効
であった。また、各職種がそれぞれの専門分野だけでなく、他の職種の知識を学び多角的
に患者を診ることがカンファレンスで議論するにあたって重要であると感じた。

O1-12-4
右傍矢状洞髄膜腫再発に対する手術後,右補足運動野障害を生じた一症例
～低温熱可塑性樹脂製短下肢装具の使用経験～
大城∙和樹（おおしろ∙かずき）1、朝田∙孝優（あさだ∙たかまさ）2、山本∙洋平（やまもと∙ようへい）1、西薗∙博章（にしぞの∙ひろあき）1、
伊藤∙雅矩（いとう∙まさのり）3

1NHO 南和歌山医療センターリハビリテーション科、2NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 南和歌山医療センター脳神経外科

【はじめに】今回,右傍矢状洞髄膜腫摘出後に右補足運動野（以下,SMA）に障害が生じ,左片
麻痺を呈した症例を経験した.SMAの単独障害では強い片麻痺が生じ,比較的早期に回復す
ることが特徴とされている（橋口,2004）.本症例は左遊脚期に足部のクリアランス低下を呈
し,歩行自立には短下肢装具（以下,AFO）が必要であったが,早期の回復が予想された為,低
温熱可塑性樹脂製短下肢装具（以下,LT－AFO）を作製,早期の病棟内歩行の獲得が出来たの
で報告する.

【症例紹介】年齢：30歳代,性別：男性.現病歴：20XX－13年前に右傍矢状洞髄膜腫摘出術
施行.20XX年Y－3月頃より再発,増大傾向となり,20XX年Y月再手術となった.翌日より
理学療法介入開始となる.術前のADL：自立レベル.

【初期評価】徒 手 筋 力 検 査（ 以 下、MMT）左 股 関 節 屈 曲3,膝 関 節 伸 展3,足 関 節 背 屈
2.Brunnstrom Recovery　stage Test（ 以 下,BRS－t） 下 肢IV.Stroke Imparment 
Assessment Set（ 以 下、SIAS）65点.Functional Independence Measure（ 以 下,FIM）
92点.歩行動作は短下肢装具（以下，AFO）なしでは左遊脚期にクリアランスの低下を認め,
病棟内杖歩行では監視が必要であった.

【最終評価】MMT左 股 関 節 屈 曲5,膝 関 節 伸 展5,足 関 節 背 屈4,BRS－t下 肢V.SIAS72
点.FIM121点.歩行動作はLT－AFOを使用し自立レベル.

【考察】LT－AFO作製後,病棟内杖歩行自立となりADLが向上した.本症例も先行報告と
同様に症状の改善が顕著であった.このことから,AFOは必要であるが既製品よりもLT－
AFOの方が作製から使用までの時間が短く,症状に応じ適宜修正が可能な点や今後,症状改
善と共に早期に不要になることが予測された為,本症例の場合は有用であったと思われる.

O1-12-3
急性期脳梗塞入院患者特徴： 2023年と2013年の比較
太田∙幸子（おおた∙さちこ）、伊藤∙浩一（いとう∙こういち）、横田∙千晶（よこた∙ちあき）

国立循環器病研究センター脳血管リハビリテーション科

【はじめに】
2015年、急性脳梗塞例に対する機械的血栓回収療法の有効性が明らかとなり、現在、当院
の急性脳梗塞入院患者の約15％に機械的血栓回収療法が施行されている。今回我々は、当
院に入院した急性脳梗塞患者における患者特徴を2013年と2023で比較した。

【方法】
対象は、2013年と2023年に、発症48時間以内に当院に入院し理学療法介入をした脳
梗塞患者1199例のうちデータ欠損のない881例（男性506例、中央値76歳）。対象を
2013年入院群（1群：312例）と2023年入院群（2群：569例）に分け、各群のmodified 
Rankin Scale（mRS）（入院前・退院時）、入院時National Institute of Health Stroke 
Scale（NIHSS）スコア、Functional Independence Measure（FIM）（介入時・退院時）、
退院先を調べ、両群を比較（中央値）した。

【結果】
両群間に性差はなかった。1群は2群に比べて若く（72 vs.76歳）、入院前mRSは低く（0vs. 
0）、入院時NIHSSスコアは高く（4 vs. 3）、入院期間（23 vs.17日）、介入期間（19 vs.14日）
はいずれも長かった（p＜0.05）。また1群では、理学療法介入時のFIM（総計74 vs. 66、
運動46 vs. 41、認知29 vs. 26）、退院時のFIM（総計111 vs. 96、運動78 vs. 67、認知
33 vs. 30）はいずれも高かった（p＜0.05）。退院時mRS（2 vs. 3）、自宅退院率（51 vs. 
46％）、回復期病院転院率（47 vs. 48％）には両群で差はなかった。

【結論】
2013年に比べて2023年の急性脳梗塞入院患者は高齢化し、病前ADLは低下し、入院期
間が約1週間短縮化したが、退院時の機能転帰には両群で差はなかった。

O1-12-2
脳外科病棟での早期理学療法介入における収益増加の取り組み-2021年脳
卒中ガイドラインに準じて-
渡久地∙政志（とぐち∙まさし）1、深川∙忠隆（ふかがわ∙ただたか）2、安達∙友香（あだち∙ともか）3、瀬戸∙清楓（せと∙さやか）3、
田中∙美里（たなか∙みさと）4、松本∙了（まつもと∙りょう）1、齋藤∙克己（さいとう∙かつみ）3

1国立国際医療研究センター国府台病院リハビリテーション科外来診療部門理学療法室、 
2NHO 神奈川病院リハビリテーション科、3NHO 埼玉病院リハビリテーション科、 
4NHO 埼玉病院看護部

【はじめに】2021年に脳卒中ガイドラインの改定があり,脳卒中発症後24-48時間以内にリ
ハビリテーションの計画を立て,リスク管理のもと早期座位,長下肢装具装着下での立位・
歩行訓練,電気刺激治療を行うことが推奨されている.上記のガイドラインに沿った介入を
行い埼玉病院脳外科病棟リハビリテーションにおける収益増加・在院日数の減少がみられ
たので報告する.【方法】発症早期脳卒中患者では,リハビリテーション医師（以下,リハ医）の
診察実施後当日に理学療法介入を行った.当日介入では,プロトコルを作成し主治医および
リハ医の定める安静度の範囲で早期座位訓練や,長下肢装具装着下での歩行訓練を実施.ま
た,電気刺激治療を導入し,麻痺側肢の捉通および安静度制限により離床が困難な患者に対
して廃用予防目的に実施.これにより,早期・初期加算期間内での積極的な理学療法介入,お
よび電気刺激治療を行うことで新設された運動量増加機器加算の算定が可能となった.また,
リハビリテーション総合実施計画書等の算定漏れを防ぐ為に,チーム内で毎日チェックを
行った.【結果】令和5年度4月～令和6年3月の理学療法実績にて,対前年度比で総単位数は
109％と微増だったのに対して,初期早期加算単位数は130％に増加. 運動量増加機器加算
の算定開始，リハビリテーション総合実施計画書等の算定数も増加した結果､ 総診療点数
は前年度比で111％（金額で328万7800円増）となった.また,リハビリテーションだけの
効果でないが在院日数も前年度に比して3.4日（前年度37.9日，今年度34.5日）の短縮に
なった.【まとめ】ガイドラインに沿った治療を行い医療の質の向上とともに収益の面からも
病院へ貢献できたと考える.
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O1-13-3
Xp21隣接遺伝子欠失症候群による女性のDuchenne型筋ジストロフィー

（DMD）,慢性肉芽腫症（CGDX）の稀な共存の成人例
荒畑∙創（あらはた∙はじめ）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）1、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,2、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）1、笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）1

1NHO 大牟田病院脳神経内科、2NHO 大牟田病院神経病理センター

Xp21隣接遺伝子欠失症候群による女性Duchenne型筋ジストロフィー（以下DMD）,慢
性肉芽腫症（以下CGD）の稀な2疾患併存の成人例を提示する。年齢20代後半,知的障害
無。ベッド上全介助,気管切開,24時間人工呼吸器使用。発声不能であるが,経口摂取,嚥下
可能であり,唇の形やスマホでの意思疎通は可能。女性であるが,臨床診断としてDMD及
びCGDの2つのX染色体連鎖性疾患を発症。本疾患成人例は極めて少ない。染色体検査は
46,X,del（X）（p21.1p21.2）であるものの,11歳時,非欠失X染色体の不活性化も確認さ
れ以降経口ステロイド10mg/日,Mesalazine,ST合剤,Itraconazole等により寛解,報告さ
れている。その後の本例経過報告もしくは同様疾患例報告はなく,重要と考えられた。夏に
CGDによる消化管障害の発症,増悪により栄養吸収障害･敗血症を呈し,また大腸潰瘍出血
により輸血。この為,短期的にA大学転院,CGD腸炎診断にてVedolizumab（抗ヒトα4β
7インテグリンモノクローナル抗体）点滴を開始。CGDは好中球活性酸素合成能低下によ
りリンパ球等の過剰反応で発症する。これに対し本剤は消化管粘膜へのリンパ球浸潤を阻
害,IBDで見られる消化管粘膜の炎症を低減させる。30日後､ 当院再入院,Vedolizumab2
回目以降を皮下注タイプに変更。その後徐々に腸管栄養管理へ移行､ 経過は順調であり,再
入院より60日で中心静脈栄養離脱,120日で経口摂取のみでの水分・栄養管理可能となっ
た。本例は若年より長期のステロイド治療により,末梢血管による点滴が困難,易感染性が
あり,全身管理上､ 経口のみは有意義であった。現在DMDによる心不全にFantastic Four
を使用,車椅子移乗に向け坐位訓練含めリハビリが進んでいる。

O1-13-2
AAGI -拡張補完ジェスチャインタフェース- を用いた神経筋疾患患者の活
動の向上と社会実装
西田∙大輔（にしだ∙だいすけ）

国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション科

【背景】神経筋疾患患者では疾病の進行とともに既存の入力装置の適合が困難となることが
多い。今回、我々は汎用距離カメラにより微細な動きを認識する非接触型入力スイッチで
あるAAGIを開発し、患者の使用感とQOLを調査した。【方法】対象は上下肢をわずかに動
かせ、何らかの机上操作を行っているが不自由を感じている神経筋疾患患者とした。患者
ごとに適した動きをスイッチとするよう本システムを調整した上で、パソコンやゲーム操
作を行った。本機器の評価をSystem Usability Scale（SUS）、被験者のQOLをSF-36を用
い、初回実施後に評価した。希望者に長期使用してもらい3 ヶ月後に評価を実施した。【結果】 
対象者は24名（筋ジストロフィー 18名、ミオパチー 2名、脊髄性筋萎縮症1名）、男性16
名、年齢11歳から44歳（平均32.1±10.6歳）であった。初回試用後の評価は、肯定的評
価（81%）、否定的評価（19%）であった。長期使用に至った8名のSUSは初回平均70.1± 
7.5から、3 ヶ月後81.3±5.5と長期使用で高い評価となった。SF-36は心の健康の項目の
改善を認めた。【考察】SUS評価は概ね良好であったが、初回評価では「専門家の助けが必要」
という評価が多かった。一方、長期使用後には「よく使いたい」という評価となった。これ
は初期設定がやや煩雑であるが、一度設定して使用を継続することで順応するためと考え
られた。QOL尺度では心の健康の改善を認め、使用によりQOL改善に寄与する可能性が
示唆された。このような実証をもとに、2023年4月に新潟県柏崎市で日常生活用具に認定
され、給付を行っている。また北海道から九州まで国立病院機構を中心に使用拠点の協力
を行っている。

O1-13-1
COVID-19ワクチン接種後に複視とふらつきを発症し抗MOG抗体陽性と
なった一例
渡邉∙夏実（わたなべ∙なつみ）、石川∙晴美（いしかわ∙はるみ）

NHO 埼玉病院臨床研修部

【症例】59歳、男性【主訴】複視、ふらつき【現病歴】X-1.5 ヶ月に3回目のCOVID-19ワク
チンを接種。X-14日に起床時に1時間ほどで軽快する複視やふらつきを発症し改善しない
ためX日に病院を受診。来院時神経所見では、四肢深部腱反射全般的低下、踵膝試験拙劣、
継ぎ足歩行不可であった。頭部MRIのT2WI/FLAIR上で右側脳室三角部から後頭葉皮質下
白質、右中大脳脚、及び右内包後脚に高信号を認めた。血液検査では炎症反応、ビタミン、
膠原病関連、腫瘍マーカーに異常はなかった。髄液検査では、細胞数18/3μL（100:0）、
総蛋白197mg/dL、糖58mg/dL（血糖:127mg/dL）。Film Array髄膜炎・脳炎パネルも全
て陰性であった。【入院後経過】脱髄性疾患を疑いステロイドパルス療法を5日間合計2クー
ル施行した。治療後に神経所見は消失した。多発性硬化症や視神経脊髄炎なども疑われた
がオリゴクローナルバンド及び抗AQP4抗体（ELISA法）、Ig Gインデックスの上昇は認め
ず、38病日にMOG抗体陽性の結果を得た。【考察】ステロイドが著効したため脱髄性疾患
が考えられ、ワクチン接種の関与が疑われた。世界ではCOVID-19ワクチン接種後中枢神
経系脱髄疾患を発症した症例が報告されているが正確な発生率の把握はできていない。報
告された症例の約3割でMOG抗体やAQP4抗体等の自己抗体が確認され、男性で優位に
多く高齢であることも関連が示唆されている。今回COVID-19ワクチン接種後に脱髄性疾
患を発症した一例を経験した。ワクチン接種後2週間で発症した報告と比較すると本症例は
経過が長いため、接種後1 ヶ月半経過し神経所見を認めた場合には脱髄性疾患を考える必
要がある。

O1-12-6
糖尿病教育入院患者における筋量とインスリン分泌能の関連
東∙隼（あずま∙はやと）1、林∙勝仁（はやし∙かつひと）2、吉永∙龍史（よしなが∙りゅうじ）1、安井∙順一（やすい∙じゅんいち）3、
土井∙広貴（どい∙ひろき）4

1NHO 長崎医療センターリハビリテーション科、2NHO 嬉野医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 長崎医療センター内分泌代謝内科、4NHO 長崎医療センター看護部

【目的】
糖尿病患者のインスリン分泌は，食後120分に頂値となると報告されており，健常者と比
較して遅延している．筋量低下はインスリン分泌能（以下，CPR）と関連があるとされてい
るが，CPRを反映する測定時間との関連については不明である．そこで本研究では，食後
120分CPR（以下，120CPR）と筋量が関連していると仮説を立て，糖尿病教育入院患者に
おける筋量とCPRの関連について明らかにすることを目的とした．

【方法】
研究デザインは，単施設の後ろ向き横断研究であった．2016年4月1日から2020年3月
31日の間において，当院に糖尿病教育入院した患者を対象とし，年齢，性別，body mass 
index（以下，BMI）,治療期間,インスリン治療歴，アルブミン（以下，Alb），HbA1c，空
腹時CPR，食後60分CPR（以下，60CPR），120 CPR，四肢筋量の身長補正値（以下，筋量）
を診療録より調査した．
統計解析は，筋量と空腹時CPR，60CPR，および120CPRについてそれぞれSpearman
の順位相関係数を使用した．また，筋量を目的変数とし，説明変数を治療期間，Alb，
HbA1c，および空腹時CPR，共変量を年齢，性別，およびBMIとした重回帰分析を行った．

【結果】
対象者は110名（年齢中央値61.5歳，男性53例）であった．筋量とCPRの相関分析では，
空腹時CPRの相関係数が0.368（p＜0.001），60CPRの相関係数が0.351（p＜0.001）， 
120CPRの相関係数が0.284（p=0.003）となり，空腹時CPRとの相関係数が最も高かった．
重回帰分析の結果，空腹時CPRのみ筋量と独立して関連していた（β=-0.15，p=0.013）．

【結論】
糖尿病患者の筋量低下は，空腹時CPRの増加が一つの指標となる可能性が示唆された．
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O1-14-1
医師の働き方改革の先にある働きやすさと働きがいの創出
八巻∙孝之（やまき∙たかゆき）

NHO 宮城病院総合診療外科

【背景】今や医師の働き方改革は、様々な対応を急速に進めなければならない。働きやすさ
の向上は重要課題だが、その目的が曖昧な状態で推進されれば、働きがいを大きく阻害し
てしまう懸念がある。改革の先にある取組みの方法論について私見を示す。【当面課題】改
革を進めるうえでの当面課題は、労働時間の実態把握の困難性、勤務形態の労務管理の手間、
中長期的な医師不足である。新制度がスタートしても当面課題の実態が把握できない限り、
目指す医師の働き方改革がうまく進まない可能性が生じる。ゆえに、労務管理方法の効率
化と医師間の業務整理・タスクシフト・タスクシェア、医療の質向上と情報デジタル化へ
の取組みが急務と考えられている。その変化は大学病院で先行、現場に押し付けられる問
題として、次のさまざまな弊害が予想される。1）派遣医師と診療体制の縮小による医療給
能力低下、医療ニーズの地域格差増、2）医療機関の財政負担増、3）診療科医師間の格差、4）
医師キャリアの格差、5）勤務医のモチベーションへの影響である。【私見】1）課題解決に必
要な制度面・財政面の具体的支援が必要、2）地域・診療科ごと必要保険医数の設定による
実効性のある医師数の均てん化、3）急務である病院の機能分化・再編、4）働きがいの創出
である。この改革自体は、医師のみならず多職種者の満足度増加の要因に成り得ない。離
職意向に影響を与える要因として、信頼関係・人材の自律育成・支援型リーダーシップの
有無がメタ研究により示唆されており、ここでは、ハーズバーグの二要因理論に着目した
働きがい向上の付加効果について述べ、改革の先にある重要な取組みであることを議論し
たい。

O1-13-6
心不全筋ジストロフィー患者に対するTRPV2阻害療法の多施設共同非盲
検単群試験
松村∙剛（まつむら∙つよし）1、福留∙隆泰（ふくどめ∙たかやす）2、本吉∙慶史（もとよし∙やすふみ）3、
中村∙昭則（なかむら∙あきのり）4、久留∙聡（くる∙さとし）5、瀬川∙和彦（せがわ∙かずひこ）6、北尾∙るり子（きたお∙るりこ）7、
渡邉∙千種（わたなべ∙ちぐさ）8、田村∙拓久（たむら∙たくひさ）9、高橋∙俊明（たかはし∙としあき）10、橋本∙大哉（はしもと∙ひろや）11、
関水∙匡大（せきみず∙まさひろ）11、斎藤∙明子（さいとう∙あきこ）11、木村∙公一（きむら∙こういち）12、岩田∙裕子（いわた∙ゆうこ）13

1NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科、2NHO 長崎川棚医療センター脳神経内科、 
3NHO 下志津病院脳神経内科、4NHO まつもと医療センター臨床研究部、5NHO 鈴鹿病院脳神経内科、 
6国立精神・神経医療研究センター臨床研究・教育研修部門、7NHO 箱根病院脳神経内科、 
8NHO 広島西医療センター脳神経内科、9NHO 東埼玉病院難治性疾患部門、 
10NHO 仙台西多賀病院脳神経内科、11NHO 名古屋医療センター臨床研究センター、 
12東京大学医科学研究所腫瘍総合内科/循環器内科、 
13国立循環器病研究センター研究所心臓生理機能部

Transient receptor potential cation channel subfamily V member 2（TRPV2）はス
トレッチ感受性Caチャネルで、傷害を受けた骨格筋・心筋の細胞膜表面に発現し、Caを
取り込み細胞変性を惹起する。TRPV2阻害療法は新たな骨格筋･心筋障害治療として期待
され、既承認薬のスクリーニングでトラニラストがヒットした。重症心不全の筋ジストロ
フィー患者2名にトラニラストを投与したところ、BNPと心エコー所見が改善し在宅移行
できた。この結果から、進行期心不全筋ジストロフィー患者におけるトラニラストの有効
性と安全性を確認する多施設共同非盲検試験を、先進医療による特定臨床研究で実施した。
対象者は全身状態が不良な者が多く、28名で同意取得したが試験治療を開始できたのは18
名だった。15名が28週の短期投与を完遂した。BNPは安定的に推移し、プロトコル通り
の治療が行えた12名ではカルベジロール多施設共同試験のデータを元にした帰無仮説を棄
却した。短期投与を完遂した全員が116週の長期投与に移行し、12名が完遂した。144週
生存率は80.7%で心不全死はなく、心機能指標も安定的に推移し、144週のBNPが投与前
より高値であったほかに有意差な変化はなかった。末梢血単核球表面TRPV2発現解析は、
投与後4週で有意に低下し、試験期間中低下を維持した。トラニラストはTRPV2を長期安
定的に阻害し、心機能維持・心イベント抑制効果が期待できる。作用機序からは細胞変性
が活動的な時期の投与が望ましく、早期例を対象に骨格筋・心筋障害双方への有効性･安全
性を評価する医師主導治験を開始している。

O1-13-5
日本人ジスフェルリン異常症のミスセンスバリアントの特徴
高橋∙俊明（たかはし∙としあき）1、井泉∙瑠美子（いずみ∙るみこ）2,3、
鈴木∙直輝（すずき∙なおき）2,4、八木沼∙智香子（やぎぬま∙ちかこ）5、島倉∙奈緒子（しまくら∙なおこ）2、
中村∙尚子（なかむら∙なおこ）1,2、下瀬川∙康子（しもせがわ∙やすこ）6、戸恒∙智子（とつね∙ともこ）1、杉村∙容子（すぎむら∙ようこ）1、
佐々木∙陽彦（ささき∙たかひこ）7、吉岡∙勝（よしおか∙まさる）1、馬場∙徹（ばば∙とおる）1、大泉∙英樹（おおいずみ∙ひでき）1、
田中∙洋康（たなか∙ひろやす）1、割田∙仁（わりた∙ひとし）2、新堀∙哲也（にいほり∙てつや）3、長谷川∙隆文（はせがわ∙たかふみ）1、
武田∙篤（たけだ∙あつし）1、青木∙洋子（あおき∙ようこ）3、青木∙正志（あおき∙まさし）2

1NHO 仙台西多賀病院脳神経内科、2東北大学医学部神経内科学、3東北大学医学部遺伝医療学、 
4東北大学医学部臨床障害学、5NHO 仙台西多賀病院臨床検査科、6NHO 仙台西多賀病院脳神経外科、 
7NHO 仙台西多賀病院内科

【目的】ジスフェルリン異常症はジスフェルリンを原因遺伝子とする常染色体潜性（劣性）
遺伝形式の筋ジストロフィーで三好型遠位型筋ジストロフィー 1型と肢帯型筋ジストロ
フィー 2B/R2型の2型を主要な表現型とする。われわれは日本人のジスフェルリン遺伝学
的診断を行ってきた。今回は病的バリアントのうちミスセンスバリアントの特徴を明らか
にする。【方法】今まで見出してきた225家系265人の89種類の病的バリアントを解析し
た。【成績】31種類がミスセンスバリアントであり、41種類が終始コドンが出現、14種
類がスプライス異常をきたし、2種類がインフレームの小挿入欠失、1種類がエクソン単
位の大きな欠失だった。122人が三好型、105人が肢帯型、1人がまれな型であるdistal 
myopathy with anterior tibial onset、16人が高CK血症の表現型だった。最も多い遺伝
子型は114アレルに見られたc.2997G＞T（p.Trp999Cys）バリアントでIdysFドメイン
に存在した。これ以外のミスセンス変異もIdysFドメインに存在するものが21アレルと多
かった。c.2997G＞Tバリアントは肢帯型に多く見られた。c.2997G＞Tを持つ患者は持
たない患者よりも発症年齢が遅い傾向があった。またc.2997G＞Tバリアント以外のミス
センスバリアントも肢帯型に多く見られた。【結論】日本人ジスフェルリン異常症でミスセ
ンスバリアントのホットスポット、優位な表現型、そのなかで軽症型に関連する遺伝子型
が示唆された。

O1-13-4
未破裂気管腕頭動脈瘻に対する胸骨U字状切除術
竹内∙幸康（たけうち∙ゆきやす）1、平岩∙七望（ひらいわ∙ななみ）1、大和∙寛幸（やまと∙ひろゆき）1、大倉∙英司（おおくら∙えいじ）1、
奥村∙明之進（おくむら∙めいのしん）1、齊藤∙利雄（さいとう∙としお）2

1NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器外科、2NHO 大阪刀根山医療センター小児神経内科

【背景】筋ジストロフィー患者では高度に胸郭が変形し、しばしば腕頭動脈による気管圧迫
所見を認める。さらに気管切開が行われると気管カヌレや吸引管の物理的刺激により気管
壁が脆弱化し気管腕頭動脈瘻を生じやすい状態となる。【目的】当院では気管腕頭動脈瘻の
発生予防目的で2008年より胸骨U字状切除を積極的に行っている。その方法と成績を報
告する。【対象と方法】CTにて腕頭動脈による気管圧迫を認めた症例を対象とした。2008 
年5 月から2017 年11 月の間に6 例の胸骨U 字状切除術を施行した。年齢は23 ～ 36歳。
全例Duchenne 型筋ジストロフィーであった。圧迫の原因となっている胸骨上部や鎖骨頭
をU 字状に切除し気管の圧迫を解除。ついで前頸筋群の一部を気管腕頭動脈間に介在させ
緩衝材とした。【結果】手術のタイミングは、病状に応じて3例は気管切開後に胸骨U 字状
切除術を施行。2 例は胸骨U 字状切除術後に気管切開を施行。1 例は同時に手術を行った。
術後の経過は6 例中2例生存、4例死亡。死因は、3例肺炎、1例カテーテル感染であった。
6 例全て気管腕頭動脈瘻の発症はなく、生存2例は術後6年および術後14年経過中である。

【まとめ】腕頭動脈が気管を圧迫する高度胸郭変形患者6例に胸骨U字状切除術を行った。
胸骨U 字状切除術は気管腕頭動脈瘻の予防に有用であると考えられた。
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O1-14-5
当院整形外科病棟における多職種を含めた業務効率化の取り組みについて
上田∙裕太（うえた∙ゆうた）1、片岡∙靖雄（かたおか∙はるお）1、石井∙達也（いしい∙たつや）1、平野∙哲生（ひらの∙てつお）2

1NHO 福山医療センターリハビリテーション科、2NHO 浜田医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院で手術を受ける患者は、諸手続きや各部署のスクリーニングを手術前日に
入院して受けている。しかし、各部署の介入時間帯は不定であり同一時間帯に複数部署の
介入が重複することが度々あった。介入時間の変更を余儀なくされるため業務として非効
率であり、解決を図ったので報告する。【内容】介入の重複について、リハ科スタッフに確
認したところ高頻度で発生しており、超過勤務が延長する事案があることが分かった。リ
ハ科内で問題提起をしたところ、役職者の賛同を得られワーキンググループの発足に至っ
た。各部署の代表者でミーティングを行い、全ての部署で同様の問題が認識されていたため、
介入時間が長いリハ科が時間を固定化（13:00-14:30）することで同意が得られた。運用開
始後、効果判定のためリハ科スタッフを対象にアンケートを行った。内容は、業務の効率
化および今後の体制についての質問に対し、それぞれ　〇：肯定的　△：どちらでもない　
×：否定的　の中から回答を依頼した。【結果】業務の効率化について過半数から肯定的な
意見を得られた。介入時間を固定したことにより複数部署の介入の重複が生じにくくなり
業務が円滑化されたことで、それに関連する超過勤務が減ったのではないかと考えられた。
体制の継続にも過半数が肯定的であった。【結語】一般職の観点から業務の非効率な部分に
焦点を当て、多職種のスタッフがより効率的に業務に従事できるよう、役職者協力のもと
解決に向けて活動を行った。結果として、リハ科スタッフの過半数から肯定的な意見を得
られた。今後、他部署の意見も踏まえつつ体制を継続していく方針である。

O1-14-4
時代のニーズに対応できる組織作り～心理的安全性のある職場改革への一
助～
須賀∙裕輔（すが∙ゆうすけ）1、立山∙和久（たてやま∙かずひさ）2、白川∙美玖（しらかわ∙みく）1、山元∙直道（やまもと∙なおみち）1、
浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）1、吉村∙直記（よしむら∙なおき）1

1国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部、 
2NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科

【はじめに】医療観察法病棟ではコメディカル7名が配置基準となっているが、当院では1
病棟あたり作業療法士（以下OT）2名で運用している。しかし、コロナ禍の影響や異動によ
る精神科未経験職員の増加により、心理的安全性を担保しにくい状況が生じた。これを機に、
医療の質、人材育成、職員の働きやすさを考慮しながら業務の見直しを行ったため、その
経過を報告する。【経過】これまでOTでは、対象者の社会復帰に向け週に6つのプログラム
を運営していた。しかし、コロナ禍により、2名ではフォロー体制が不十分な上に、施設間
異動のある職種という特性上、OTとしてのプレゼンスを示せず、長期配属されている多職
種へ意見を言いにくいなど、心理的安全性のない環境で運営されていた。そのため、業務
改善に向けプログラムの再編を試みるも、病棟内で変化に対する抵抗が顕在化した。そこで、
半年間をかけて丁寧に多職種との意見交換、勉強会、上長を加えた交渉などを重ね、3つの
プログラムへ整理統合を行った。【結果】1クール実施したが、職員からは好意的な意見が聞
かれた。また、利用者の満足度も高く、プログラム継続性が向上し、OTも個別対応の時間
が増えるなどの効果も見られた。さらに、残業削減や年休消化率の向上、新人との振り返
りや翌年度のプログラム準備が可能になった。【考察】今回、医療の質を維持しながら、心
理的安全性を高めることを目指し職場改革を行った。部門全体で職種としての方向性を明
確にし、異動者の受け入れと教育システムを整備し、多職種との意見交換や丁寧な説明を
重視することで、心理的安全性を保ちながら変化に対応できる職場環境を構築できると考
える。

O1-14-3
『業務時間の効率化を目指した取り組みの効果分析』

塩谷∙純朗（しおたに∙よしあき）1、清水∙克己（しみず∙かつみ）1、平岡∙尚敬（ひらおか∙なおたか）1、田原∙将行（たはら∙まさゆき）1,2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科、2NHO 宇多野病院脳神経内科

【背景、目的】当科では業務ごとに効率化を図る取り組みが行われてきたが、客観的な数値が
なく不明瞭であった。そこで業務ごとに掛かる時間を計測し、業務時間に占める各業務の
割合（以下業務割合）を算出した。割合の高かった項目に関して、当科で新たに運用された
フォーマットとマニュアルが実際に業務の効率化に寄与するかを分析した。

【方法】2023年5月に日常業務をリストアップして各業務時間を計測した。臨床を除く全業
務時間の合計から、カルテ記載や書類作成といった各項目の業務時間割合と1件当たりの業
務時間を算出した。残務時間と共にそれぞれ2023年5月と2024年5月で比較し、効果分
析を行った。

【結果】業務時間割合は、2023年は上位から＜カルテ記載＞＜実施時間入力＞＜カルテ記載
（新患）＞＜総合実施計画書＞の4項目で76％を占めていた。2024年は同じ項目で66％と
2023年と比較し減少していた。残業時間も1．05時間短縮していた。また、1件当たりの
業務時間も＜カルテ記載＞＜実施時間入力＞＜カルテ記載（新患）＞で有意差がみられ短縮
していた。

【考察】業務時間割合の上位4項目の割合が低下し、且つ残業時間が減少しており、この項
目の効率の改善が残務時間の減少に寄与したと考えられる。要因として、フォーマットが
あることで見本ができたこと、フォーマットの使用に関するマニュアルの勉強会を複数回
行ったことが考えられる。今回は上位4項目についての取り組みの効果分析を行ったが、今
後は業務の他の項目についても改善策を立案・実施し、その際に数値を用いた客観的な効
果分析を行っていくことが重要と考える。

O1-14-2
Aセンター介護職・看護職の連携・協働における問題・課題の明確化
吉村∙良子（よしむら∙りょうこ）、中村∙正子（なかむら∙まさこ）、白石∙誠（しらいし∙まこと）

国立療養所菊池恵楓園第五センター

【目的】入所者に対して質の高いケアの提供を実践するために、介護職・看護職の連携・協
働における問題・課題を明らかにする。【方法】対象： Aセンタ－に勤務する看護職21名・
介護職34名期間：令和5年9月～ 11月方法：インタビューガイドを用いてフォーカスグ
ループインタビューを実施した。逐語録を作成し介護職・看護職の連携・協働活動の問題点・
課題に関する内容をコード化・カテゴリー化し分析した。【倫理的配慮】所属施設の倫理審
査の承認を得た。【結果】インタビューから「お互いの行動がわからない」「介護職の行動が
把握できておらず協力できない」とお互いの業務把握不足によるコミュニケーション不足に
関する意見が抽出された。「業務の可視化が必要」「連携するための問題点の明確化が必要」
など業務体制・業務改善に関する意見が抽出された。介護職・看護職共通カテゴリーとして、

【両職種間の情報交換・コミュニケーション不足】【介護職の専門性や主体性を発揮したケア
に対する期待】【両職種間の協働体制の不足】【業務体制・業務改善に対する期待】が あ げ ら
れた。【考察】介護職との心理的距離感を縮め双方の意見を自由に取り交わすことができる
状況を作っていく事が看護職には求められる。入所者ケアの質の向上に向け介護職・看護
職の人員配置や機能別業務の見直し介護職・看護職それぞれの業務内容の明確化を行うこ
となど効率的・効果的な業務の見直しが必要であると考える。【結論】入所者のQOL向上と
ういう同じ目標に向かっていくためには両職種間の情報共有が重要である。連携・協働活
動を効率的に働かせるためにはお互いの業務の明確化や業務整理が必要である。
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O1-15-3
国立病院機構に勤務する主任保育士の業務構築及び役割と課題に関する報告
靏田∙久美子（つるた∙くみこ）1、古賀∙聖子（こが∙せいこ）2、篠原∙しのぶ（しのはら∙しのぶ）3、松本∙明美（まつもと∙あけみ）4、
小林∙聰子（こばやし∙さとこ）5、森∙民湖（もり∙たみこ）6、大迫∙絵美（おおさこ∙えみ）7、和才∙裕子（わさい∙ひろこ）8、
髙木∙美緒（たかき∙みお）9

1NHO 菊池病院療育指導室、2NHO 肥前精神医療センター療育指導室、3NHO 大牟田病院療育指導室、 
4NHO 長崎川棚医療センター療育指導室、5NHO 琉球病院療育指導室、 
6NHO 福岡東医療センター療育指導室、7NHO 南九州病院療育指導室、8NHO 福岡病院療育指導室、 
9NHO 東佐賀病院療育指導室

【はじめに】政策医療における福祉職において、保育士は療育指導室職員として日中活動支
援を中心に業務にあたっている。九州グループでは16施設中10施設に主任保育士が在籍
しており（2024年3月現在）、保育士の指導や教育を行っている。その役割は、コロナ禍
以降、現場で抱える問題が多様化・複雑化しており、特に個業化傾向の業務を協働化へと
変革することは喫緊の課題である。また、保育士育成の先行研究は散見されるが、主任保
育士の役割や課題に関する研究報告は少ない。本報告では、九州グループの主任保育士の
業務構築及び役割と課題について考察したので報告する。【目的】九州グループ主任保育士
が相互作用しながら協働性を高める過程を考察し、課題等要点を明らかにする。【方法】期
間：2021年5月～ 2024年3月31日方法：1）主任保育士会議開催2）役割分担・活動実施
3）自記式質問用紙回答集計とカテゴリー化【結果】会議はオンライン会議システムを活用し、
勤務時間内に毎月～隔月で実施した。主任保育士を認識する役割は4カテゴリーより実施・
評価した。役割遂行上の課題は【力量不足の実感】【キャリア発達の迷い】【業務による心理
的負担】の 3カテゴリーが抽出された。【考察】主任保育士の業務構築には協働化が有効であ
るが、能力向上の必要性の認識と役割遂行間にジレンマを感じ、メンタルヘルスリスクが
生じると考える。円滑な業務遂行にあたり、課題発生時に対応できるプログラムや支援シ
ステムの必要性が示唆された。また、療育専門職及び職場長と積極的に情報共有を行うこ
とで、協働の有効性を確認できた。

O1-15-2
国立病院機構における東京医療センター ICLSコースの意義
太田∙慧（おおた∙けい）1、金井∙恵美（かない∙えみ）2、小野∙浩生（おの∙ひろみ）3、栗原∙智弘（くりはら∙ともひろ）1、
近藤∙才子（こんどう∙さいこ）2

1NHO 東京医療センター救急科、2NHO 東京医療センター看護部、 
3NHO 災害医療センターリハビリテーション科

突然の心停止はいかなる病院のいかなる部署でも発生しうる。心停止患者が発生した場合
には全医療従事者が蘇生チームの一員として対応する必要があるが、その対応にはトレー
ニングが必要である。日本救急医学会認定ICLSコース（以下、ICLSコース）は医療従事者
のための蘇生トレーニングコースで、心停止に対する蘇生手技、アルゴリズムを1日で修
得できるコースである。東京医療センターでは2003年よりICLSコースを立ち上げ、現在

（2024年5月時点）まで110回の開催を数えるまでになり、資料が残っている第25回以降
だけでも1686人のICLSプロバイダーを育成してきた。また、東京医療センター ICLSコー
スは国立病院機構（以下、NHO）の病院からも多数受講生を受け入れているだけでなく、ニー
ズがある病院でのICLSコース立上げ支援も行ってきており、現在までに国立国際医療研究
センター国府台病院、NHO新潟病院、NHO水戸医療センター、NHO千葉医療センターで
ICLSコース立上げを支援してきた。立上げ支援を行った各コースは現在でも継続してコー
ス開催しており、各コースで多数のICLSプロバイダーを育成し、各病院の蘇生教育の普及
に寄与している。東京医療センター ICLSコースは他のNHO病院と相互に協力しあって発
展し、NHO病院における蘇生教育に貢献してきたが、その軌跡とNHOにおける東京医療
センター ICLSコースの意義、今後の展望について概説する。

O1-15-1
診療情報管理部門におけるキャリアラダーの構築
高田∙賀将（たかだ∙よしまさ）、鈴木∙祐輔（すずき∙ゆうすけ）、望月∙綾乃（もちづき∙あやの）、大樂∙雅弘（だいらく∙まさひろ）、
室園∙大誠（むろぞの∙たいせい）、秋山∙晴香（あきやま∙はるか）、石割∙大範（いしわり∙ひろのり）、山本∙育美（やまもと∙いくみ）、
須貝∙和則（すがい∙かずのり）

国立国際医療研究センター病院医事管理部

【目的】当院の診療情報管理・がん登録室は、室長1名、診療情報管理係4名、包括医療係4
名、がん登録係2名の計13名の診療情報管理士で構成されている（非常勤含まず）。より高
いスキルを備えた診療情報管理士を育成するためには業務についての理解度とその判断基
準を可視化する必要があると判断し、独自のキャリアラダーを作成したので報告する。

【方法】キャリアラダー作成においては、各係の業務内容をレベル別に割り当て、それぞれ3
年で全ての業務を網羅できるよう、到達目標期間や評価方法を設定した。

【結果】評価者の視点では被評価者の業務上達度が明確になり、自立に向かって教育しやす
い環境となった。また被評価者としても、係における業務の全体像が把握できるようになっ
たため、明確な目標を立てて業務にあたることが可能となった。しかしながら、異動によ
りラダーの途中で離脱することとなってしまうことがあり、課題を残すこととなった。

【考察】各係の業務を3年で網羅する設定のため、評価半ばで異動してしまうことになって
しまうが、3年未満での設定では、特にがん登録においてはがん登録中級者の育成を目標と
しているため困難であり、現実とのジレンマが生じてしまったが、レベルによって到達度
を推し量ることは可能となっているため、取り組み全体としては有用であった。

【結語】キャリアラダーを構築・活用することで、スタッフのスキル把握、教育方針の立案
が容易になった。今後はキャリアラダーの途中経過でも成果が確認できるよう見直しを検
討したい。

O1-14-6
変形労働時間の導入による医師の働き方改革－急性期病院整形外科の事例－
牧原∙武史（まきはら∙たけし）1、河野∙周（こうの∙ひろし）2、水澤∙秀行（みずさわ∙ひでゆき）2、青戸∙克哉（あおと∙かつや）1

1NHO 霞ヶ浦医療センター整形外科、2NHO 霞ヶ浦医療センター事務部管理課

【はじめに】当院は212床の二次救急に対応した急性期病院である。宿日直許可を取得して
いるが、救急対応のため休息を取れないことが多く、働き方改革への対応が不十分である。
当院整形外科では、宿直翌日の休息を確保することを目的に、常勤医師4名が変形労働時間
を導入した。その効果について検討し報告する。

【方法】合計労働時間が同一である（1）、（2）について比較を行った。
（1）月～金8:30 ～ 17:15（休憩60分）
（2）週4回8:30 ～ 18:15、週1回8:00 ～ 12:45（医師ごとに別の曜日を設定）（休憩75分）
（2）では午後が休息となる曜日の前日を優先的に宿直担当とした。医師が1名減少する週4
回午後のうち週3回について、外勤医師を依頼した。比較項目は次の通り。
1.時間外労働時間（4名合計）
2.宿直翌日の労働時間（4名平均）
3.整形外科診療点数
4.整形外科手術件数

【結果】（1）（2023年4月）→（2）（2024年4月）
1. 111時間8分→139時間46分
2. 7時間45分→3時間59分
3. 6,625,847点→9,860,037点
4. 42件→56件

（発表では5-9月のデータを合わせて報告する）
【考察】前年度よりも診療点数・手術数が増加していた分、時間外労働時間も増加していたが、
規制時間内だった。宿直翌日の労働時間は大きく減少した。急性期病院でも医師数が少な
い病院は宿日直許可を得て診療体制を維持するしかないが、休息がとれない宿直の翌日も
通常勤務する「隠れ宿日直」が問題視されている。当院整形外科では独自に対応を試み、一
定の成果が得られた。外勤医師を確保することができた事や、医師間の意思統一が成功の
要因であると考えた。



278

O1-16-1
重症心身障害児（者）病棟独自の薬剤管理に関する業務改善の取り組みと成果
池田∙奈央（いけだ∙なお）、古賀∙智美（こが∙ともみ）、居原∙拡也（いはら∙ひろや）、大重∙佑士（おおしげ∙ゆうし）、
峰松∙祐介（みねまつ∙ゆうすけ）、大角∙めぐみ（おおぞの∙めぐみ）、原田∙恵美子（はらだ∙えみこ）、外垣∙亮太（そとがき∙りょうた）、
甲斐∙通子（かい∙みちこ）、野尻∙正美（のじり∙まさみ）

NHO 福岡病院看護部

【背景】当院は、セーフティネット分野である重症心身障害医療を担っている。重症心身障
害児（者）病棟（以下重心病棟）は特殊性が高く、標準化された業務に加えて、独自の「取り
決め」が存在し、それが業務の煩雑化、非効率の一因となっていた。重症心身障害児（者）の
薬物療法は、複雑な病態と医療的重症度の高さから抗てんかん薬や向精神薬など多剤併用
が多い。受け持ち看護師が中心に定期薬の調整を行ってきたが、役割負担は大きく、時間
外労働の一因となっていた。また薬剤に関するインシデントも散見されていた。何度か業
務改善を試みるが受け持ち看護師の役割意識が高く、改善困難な状況が続いていたが、今
回取り組みを行ったため報告する。 

【目的】重心病棟の看護業務の標準化に向けてスタッフへ動機づけをし、薬剤に関する業務
改善を行い、受け持ち看護師の業務負担や時間外労働の縮減を目指す。 

【方法】令和5年度4月から3月までの重心病棟の薬剤整理について副看護師長研究会が主体
となり、院内で標準化された業務ができるよう体制を整えた。 

【結果・考察】「薬剤整理の方法」「薬剤整理を行う担当者」について改善が得られ、時間外労
働は減少し、受け持ち看護師の負担軽減に繋がった。特殊性の高い部署の業務改善において、
医療安全の観点で提案を行うことで、円滑に業務改善を進めることができた。スタッフが
このような問題解決を経験することにより、モチベーションを高めることもでき、スタッ
フの自信と力を引き出す事も今後期待できる。 

【結論】特殊性の高い部署であっても動機づけを促し、医療安全の観点から業務改善を進め
ることができ、看護師の負担軽減と時間外労働の縮減に繋がった。

O1-15-6
STAT画像所見報告体制構築に向けた中国四国放射線技師会の取り組み
石井∙郁也（いしい∙いくや）1、上杉∙尚行（うえすぎ∙なおゆき）2、灘∙尊則（なだ∙たかのり）3、亀田∙賢治（かめだ∙けんじ）4、
高木∙一成（たかき∙かずなり）5、古志∙和信（こし∙かずのぶ）1、土江∙眞一郎（どえ∙しんいちろう）6

1NHO 福山医療センター放射線科、2NHO 関門医療センター放射線部、 
3NHO 岩国医療センター放射線科、4NHO 四国がんセンター放射線科、 
5NHO 呉医療センター中央放射線センター、6NHO 浜田医療センター放射線科

【背景・目的】
厚生労働省医政局が令和3年9月30日に発出した通知（0930第16号）によれば，「診療放
射線技師が実施した検査画像に異常所見が認められた場合に，診療放射線技師がその客観
的な情報について医師に報告することは可能である．」と述べられている．特に，生命予後
にかかわる緊急性の高い疾患の画像所見（STAT画像所見）においては，迅速な報告と早期
治療の開始が重要となる．
現在，中国四国地区の施設において，STAT画像所見報告に対し明確な体制がとられている
施設はなく，診療放射線技師の知識レベルは施設により様々である．均一なSTAT画像所見
報告体制の構築には統一した教育体制の整備が必要である．そこで，我々はSTAT画像所見
を適切に判断するために，診療放射線技師の知識レベルを向上させる教育体制を整備する
ことを目的に活動を開始した． 

【取り組み内容】
令和6年3月に中国四国放射線技師会は「STAT画像所見報告」部門を設立し，活動を開始し
た．教育体制の整備として，月1回の定期的なWeb開催の勉強会の企画や，STAT画像所
見報告をロジカルに行うための所見チェックリストの作成を行っている．また，今後はアー
カイブ配信や各施設で使用する教育ツールの作成なども予定している．

【展望】
この取り組みを通じて，中国四国放射線技師会に所属する全ての診療放射線技師が，STAT
画像所見に関する理解を深め，研鑽を積み，各施設の放射線科医師を含む医師と連携する
ことで，均一で質の高い「STAT画像所見報告体制」を構築できることを目指している．

O1-15-5
医療観察法病棟のコメディカルスタッフによる事例検討会の取り組み
北湯口∙孝（きたゆぐち∙たかし）、高橋∙陽介（たかはし∙ようすけ）、尾崎∙淳（おざき∙じゅん）、小砂∙哲太郎（こさご∙てつたろう）

NHO 久里浜医療センター心理療法士室

医療観察法病棟では多職種チーム医療を基本として、対象者の治療に取り組んでいる。多
職種チームは、医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、心理療法士が入院対象者毎
に編成される。これは一般精神科医療と比較しても手厚い体制となっており、医療観察法
の一つの特徴である。当院では、2つの医療観察法病棟が運営されており、コメディカルス
タッフは、精神保健福祉士5名、作業療法士3名、心理療法士3名が配属されている。両病
棟では、病床数や構造の違いはあるものの、プログラム等においては医療観察法入院処遇
のガイドラインに準じて共通のものが多く、両病棟が均てん化された医療を提供できるよ
う努めている。その中でも、事例検討会は、コメディカルスタッフ同士の交流や研鑽を兼
ねて定期的に行ってきた取り組みの一つである。この事例検討会は形を変えながらも2015
年から現在まで継続しており、毎月か隔月1回のペースで開催されている。内容は、事例発
表者が、困難に直面している対象者の基本情報や問題行動をまとめ、それらを共有し意見
交換を行うというものである。報告を受けて、各職種は専門家としての見立てや介入を伝
えていく。そのことは、専門家としての役割をより明確に意識することへと繋がり、また
担当ではないケースに対しても関与する機会となるため、経験や介入方法の幅を広げる機
会にもなっている。そして定期的に開催することで、スタッフ同士の相談しやすい雰囲気
作りにも良い影響を与えている。本発表では、この事例検討会の目的や変遷、スタッフの
認識の変化等について振り返り、多職種が行う事例検討会の意義についても考察したい。

O1-15-4
医療情報の利活用促進に向けた人的基盤の整備に向けた取り組み
政岡∙祐輝（まさおか∙ゆうき）1、伊藤∙祐未（いとう∙ゆみ）1、奈良崎∙大士（ならざき∙ひろし）1、長野∙美紀（ながの∙みき）1、
永田∙悟士（ながた∙さとし）2、櫻井∙理紗（さくらい∙りさ）2、平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）2

1国立循環器病研究センター医療情報部、2国立循環器病研究センター情報統括部

【はじめに】当センターでは、電子カルテシステム及び全部門システムの持つデータを横断
的に集約した統合データベースを構築し、医療情報の利活用基盤として診療や研究に活用
している。統合データベース構築後は、抽出できるデータの範囲や質が向上したこともあ
り、診療情報の抽出依頼件数は年々増加している。しかし、その一方、データ抽出だけで
なくその整形や統計処理に関する依頼や相談への対応にかなり時間を取られるだけでなく、
そもそもの入力データの質に問題があるケースも多く、利活用を推進するための大きな課
題となっている。このような課題の背景には、医療従事者のITリテラシーの低さ、特にデー
タを利用した業務効率化が想像できないことが原因と考えられる。【目　的】診療データの
利活用促進に向け、医療従事者向けのITリテラシーの向上のための取り組みにより、小さ
な医療DXによる業務効率化を推進する。【方　法】ヘルプデスクやデータ抽出依頼の際の問
合せ・相談内容より、診療データを扱うためのITリテラシーの基礎的事項を抽出する。次に、
課題分析にて必要となる具体的な知識・スキルの明確化を図り、学習支援策を検討する。【結　
果】医療従事者に求められるITリテラシーの基礎的事項として、1.依頼・取得したデータを
統計処理し可視化する、2.2次利用できる記事テンプレートを作成する、3.閲覧・管理しや
すいドキュメントを作成する、が抽出された。これらは、統計学や機械判読可能なデータ
形式、データベースの構造と表計算ソフトに関する知識や操作スキルが必要となる。そこで、
知識・スキルを習得のための実業務に関係の深い題材でハンズオンセミナーを企画した。
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O1-16-5
B病棟に緊急入院し過活動型せん妄を発症した75歳以上の脱水傾向に関す
る調査
米田∙優花（よねだ∙ゆうか）1、岡崎∙敦子（おかざき∙あつこ）2、上田∙葉瑠花（うえだ∙はるか）1、日高∙星来（ひだか∙せいら）1、
中野∙陽菜（なかの∙はるな）1、阪口∙弘恵（さかぐち∙ひろえ）1、小林∙ゆう奈（こばやし∙ゆうな）1、鈴木∙悠子（すずき∙ゆうこ）1、
阿部∙八千代（あべ∙やちよ）1

1NHO 災害医療センター看護部、2NHO 東京医療センター看護部

【背景】B病棟は、緊急入院後にせん妄を発症する患者の対応に苦慮している。看護師は、せ
ん妄発症の促進因子である潜在的な電解質異常や脱水への介入が不足していると感じてい
る。

【目的】B病棟に緊急入院し過活動型せん妄を発症した75歳以上の患者を対象に、臨床検査
データより脱水の有無を把握し、せん妄の予防につながる方法について考察する。

【方法】1．研究デザイン：量的研究、2．対象：2023年4月～ 2024年2月にB病棟を退
院したDPC対象者（75歳以上の426名）、3．データ収集期間：2024年3月～ 4月 、4．
倫理的配慮：A病院の臨床研究倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】B病棟に入院した75歳以上の患者426名のうち、せん妄を発症した患者数は94名
（22％）であり、そのうち、予定入院が18名（19％）、緊急入院が76名（81％）であった。
緊急入院し、せん妄を発症した患者76名中、臨床検査データの逸脱は、Na31名、K21名、
Cl26名、AST27名、ALT20名、γGTP1名、BUN39名、Cr45名、Hb40名、HCT40名、
TP34名、Alb68名、UA4名であった。

【考察】せん妄発症患者の81％が緊急入院であり、予定入院に比べてせん妄の発症率が高い
という先行研究と同様の傾向がみられた。臨床検査データより、入院当初から脱水の傾向
があり、特に腎機能の異常、貧血、低栄養状態がみられた。看護師はせん妄発症を予防す
るため、臨床検査データより身体的リスク因子の把握、多職種での情報共有、積極的な脱
水補正をすることでせん妄を予防できる可能性がある。

O1-16-4
A病棟の心理的安全性向上への取り組み－AI（アプリシエイティブ・イン
クワイアリー）を用いて
上野∙香織（うえの∙かおり）、山崎∙好恵（やまざき∙よしえ）、東出∙由加（ひがしで∙ゆか）

NHO 石川病院神経内科病棟

【はじめに】心理的安全性の向上のためアプリシエイティブ・インクワイアリー（以下AI）を
用いた取り組みを行った。【目的】A病棟の心理的安全性を向上させる。【方法】対象はA病
棟の看護師、療養介助員33名。A病棟の看護の良いところの調査結果を基にプロボカティ
ブ・プロポジション（以下PP）を導き出す。PPに基づいた行動目標に取り組み後、「日本語
版職場の心理的安全性尺度」で測定、前回データとの比較を行う。【倫理的配慮および利益
相反】本研究において開示すべきCOIはない。【結果】AIサイクルシートを用いて『入浴ファー
スト・With 呼吸器の精神で、充実したスタッフ層のチームワークを活かし、安全を確保し
ながら、個別的な看護を創造していきます』というPPを導き出し、行動目標を立案、取り
組みを行った。終了後、「日本語版　職場の心理的安全性尺度」で測定、前回データとの比
較を行った。尺度全体の平均得点値は4.89、セクション毎得点値に有意差なし（p=.046）、
質問項目毎の最高得点値は5.68、最低得点値は4.05であった。全体、セクション毎、質問
項目毎平均得点値すべてが低下した。【考察】『チームのリーダーに対する心理的安全性』の
平均得点値の低下が著しかったが、『リーダー』とは誰かによって結果が左右されると考え
る。最初の調査は9月だったが、今回は新年度を迎えてすぐであった。新年度スタート直
後はメンバー同士の関係性構築が始まったばかりであり、高い心理的安全性を確保するに
は一番脆弱な時期であったと考える。今回の結果を新たな基準として、継続的に評価を行っ
ていくことが重要である。【結論】AIを用いた取り組みでは、A病棟の心理的安全性は向上
しなかった。

O1-16-3
コロナ禍で臨地実習を制限された新人看護師を指導する教育担当看護師の
気がかり ―新人育成支援の基礎的研究―
石井∙恵巳（いしい∙めぐみ）、巻島∙未季（まきしま∙みき）、高梨∙砂織（たかなし∙さおり）、森田∙美歩紀（もりた∙みほき）

NHO 東埼玉病院神経内科

新型コロナウイルス感染症は、2020年1月から世界的に拡大し、日本国内でも感染が拡大
していった。これに伴い、教育機関においても、密集・密接・密閉を回避するために、授
業の延期や中止などの対面授業が中止となり、ICTを活用した遠隔授業に切り替えて対応
した。また。感染者の増加と重症化により、多くの施設での看護学実習の受け入れが中止
とされた。例年どおりの臨地実習が出来ない状況で卒業生は不安や戸惑いを抱えたまま就
職することになり、受け入れる看護の現場にも不安があった。臨地実習を制限され入職し
た新人看護師を育成していく際、教育担当となる看護師は、例年にはない様々な気がかり
があるのではないかと考え、その気がかりを明らかにし新人育成の支援を検討する必要が
あると考えた。研究方法は、A病院のうち教育担当看護師16名の内、インタビュ同意を得
られた6名を対象とし、約30分程度の面接を行った。結論1．コロナ禍で臨地実習を制限
された新人看護師を指導する教育担当看護師の気がかりは、【コミュニケーションスキルの
未熟さ】、【経験不足による看護技術の未熟さ】、【アセスメント技術の未熟さ】、【社会人に
必要な基礎能力の未熟さ】、【経験することの不足による緊張感のなさ】、【新人看護師に関
するスタッフ間の情報共有不足】の6つのカテゴリーに分けられた2．コロナ禍で実習を制
限された新人看護師におこっている影響として、コミュニケーション技術の習得への影響、
看護技術の習得への影響、社会人基礎力への影響があることが分かった。3．新人看護師を
指導する教育担当者が従来の常識にとらわれず、新人看護師の背景や、価値観を理解した
かかわりが必要である。

O1-16-2
精神科急性期病棟に勤務する新卒看護師が抱える困難感
山本∙友視（やまもと∙ともみ）、永美∙佑太（ながみ∙ゆうた）、嘉元∙朱花（かもと∙あやか）、中村∙恵美（なかむら∙めぐみ）、
島津∙光子（しまづ∙みつこ）、高橋∙晃（たかはし∙あきら）、深田∙里美（ふかだ∙さとみ）

NHO 鳥取医療センター精神科急性期病棟

目的　精神科急性期病棟に勤務する新卒看護師がどのような困難を感じているかを明らか
にし、今後の新卒看護師支援への示唆を得ることを目的とした。方法A病院B病棟に勤務
する新卒看護師2名を対象とし、半構造化インタビューを実施しKJ法を用いて分類をした。
本研究はA病院倫理委員会の承認を得た（05-09）。結果・考察　本研究に同意を得られた2
名の看護師にインタビューを行い、42個のコード、13個のサブカテゴリー、【患者対応の
場面】【教育的な側面】【日々の業務的な側面】の3つのカテゴリーを抽出した。【患者対応
の場面】では、〈知識・技術の不足感〉〈関わりづらさを感じる〉〈恐怖〉〈悲しみ〉〈回避〉〈精
神科病棟で勤務することで感じるリアリティショック〉のサブカテゴリーが抽出された。新
卒看護師は患者対応の場面で知識や経験が浅く、言動に至る経過を十分に推測できていな
いと考える。【教育的な側面】では、〈見本を提示〉〈不明瞭な教育〉〈個人差のある教育〉の
サブカテゴリーが抽出された。目の前の先輩看護師の行動は形式化しやすいが、行動だけ
を形式化し同様の対応を取ったとしても効果的な対応とはなり難く、患者対応の場面での
困難感へと繋がったと考える。【日々の業務的な側面】では、〈慣れない業務への不安〉〈他
職種カンファレンスへの参加に対する不安〉〈夜勤への不安〉のサブカテゴリーが抽出され
た。精神科領域では患者の状態を言語化することが困難なことが多くある。エビデンスを
言語化し状況を可視化する技術に不安を抱えていることは精神科に勤務する新卒看護師の
特有の傾向であると考える。
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O1-17-3
NICUにおける症例報告から見える理学療法の目的と課題
山口∙和美（やまぐち∙かずみ）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】NICUにおけるリハビリテーションの課題は、特殊性・専門性の高さに対応する
能力・技術不足があげられる。この課題を解決するためには、症例を通して得た経験を蓄
積し共有していく必要がある。今回、新生児呼吸障害で搬送され、神経筋疾患の合併が指
摘されたハイリスク児の症例について、NICUから自宅退院までの理学療法の経験を報告す
る。【症例】本児は、他院にて在胎37週1日、体重2738gで出生し、Apgarスコアは5/7
であった。呼吸障害にて気管挿管後、当院NICUへ搬送され呼吸器管理が開始された。日齢
112日目に気管切開術が行われ、162日目に自宅退院となった。【理学療法】日齢13日目よ
り介入を開始した。本児は出生後より全身の筋緊張が低く、重力下で容易に不良肢位が観
察されたため、ポジショニングを実施し、状態を評価しながら二次障害予防に努めた。呼
吸障害に対しては、体位ドレナージにて排痰促進・換気改善を図った。全身状態が安定し
た時期からは、発達を促す感覚運動刺激を与え、徐々に母子関係を重視した練習に移行した。

【考察】新生児に対する理学療法の目的は、エネルギー消費の軽減や呼吸器合併症を改善し
呼吸・循環器の安定に寄与すること、ストレスから保護し脳の成熟を安定させること、二
次障害を予防することである。さらには、適切な時期より必要な刺激を与え発達を促進さ
せること、家族と児の繋がりをサポートすることも重要な役割である。NICUにおけるリハ
ビリテーションは、包括的なケアの重要な要素として位置付けられ、新生児の発達と回復
を促進するために不可欠である。児に対し有益かつ、将来にわたり有害事象となることの
ない安全で効果的な介入が求められる。

O1-17-2
当院における18歳未満でのECMO（膜型人工肺による呼吸循環補助）治療
の現況
川人∙智久（かわひと∙ともひさ）1、奥田∙直樹（おくだ∙なおき）1、細谷∙祐太（ほそや∙ゆうた）1、篠原∙健太（しのはら∙けんた）1、
寺田∙一也（てらだ∙かずや）2、宮城∙雄一（みやぎ∙ゆういち）2、大西∙達也（おおにし∙たつや）2、福留∙啓祐（ふくとめ∙けいすけ）2、
奥∙貴幸（おく∙たかゆき）2、白川∙憲之（しらかわ∙のりゆき）3、横山∙雄一（よこやま∙ゆういち）3、中矢∙亮（なかや∙りょう）3、
久原∙幸典（くはら∙こうすけ）3、三好∙知彦（みよし∙ともひこ）3、久保田∙博隆（くぼた∙ひろたか）3、中野∙凪沙（なかの∙なぎさ）3、
大空∙海斗（おおぞら∙かいと）3

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター小児心臓血管外科、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター小児循環器科、 
3NHO 四国こどもとおとなの医療センター医療機器管理センター

ECMOは重症呼吸不全/心不全に対する強力な侵襲的治療で、成人でのPCPS（経皮的呼吸
循環補助）に相当するが、乳児/小児では体格などの問題から頸部切開や胸骨切開による直
視下カニュレーションが選択されることが多く、より大きな侵襲を伴う。当院ではこれま
で18歳未満の53例に対しECMO治療を行っており、2002年までの前期17例、2003年
～ 2012年の中期18例、2013年以降の後期18例について成績や症例の変遷につき検討
した。前期17例中9例は胎便吸引症候群（MAS）など心疾患を伴わない呼吸不全で、経過
中に脳出血を来した1例と先天性横隔膜ヘルニア（CDH）の1例を除く7例が生存した。劇
症型心筋炎の2例はいずれも離脱できず死亡、開心術後心不全の6例中救命例は1例のみで
あった。中期18例中、呼吸補助を主目的としたのは2例で、挿管困難からshock lungに陥っ
た1例（救命）とCDHの1例（死亡）であった。術後を除く循環補助は3例で劇症型心筋炎1
例（救命）と川崎病による冠動脈病変1例（死亡）、心筋炎としてECMO導入後に単一冠動脈
肺動脈起始と判明した1例（死亡）であった。残り13例は開心術後心不全で救命例は5例で
あった。後期18例ではCDHに対する呼吸補助が1例（死亡）、劇症型心筋炎の5例中1例
は死亡、4例で救命できたものの2例で神経学的合併症（意識障害/対麻痺）を残した。開心
術後心不全12例では9例の急性期生存が得られた。COVID-19感染に伴うECMO導入例
はなかった。人工呼吸器管理の進歩等に伴い、呼吸不全単独に対するECMO導入は減少し
ている印象である。一方、心筋炎や開心術後心不全に対するECMO治療の生命予後は、改
善傾向とはいえ合併症も多く、今後もさらなる改善が望まれる。

O1-17-1
麻痺性イレウスが先行しショックをきたした後に川崎病と診断された一例
佐藤∙嶺衣（さとう∙れい）、仲澤∙麻紀（なかざわ∙まき）、西袋∙剛史（にしぶくろ∙つよし）、尾崎∙桂子（おざき∙けいこ）、
秋山∙奈緒（あきやま∙なお）、漢那∙由紀子（かんな∙ゆきこ）、朝戸∙信家（あさと∙しんや）、富田∙瑞枝（とみた∙みずえ）、
真路∙展彰（しころ∙のぶあき）、上牧∙勇（かみまき∙いさむ）

NHO 埼玉病院小児科

【初めに】川崎病は乳幼児に好発する原因不明の全身性血管炎で、多彩な症状を認め消化器
症状の合併も多い。麻痺性イレウスを呈する例はまれであるが、危急性が高い症状として
改訂された川崎病診断の手引きに明記されている。今回、麻痺性イレウスからのショック
と診断した後に川崎病症状が出現した一例を提示する。【症例】発熱3日目、水様便、黒色
嘔吐で救急搬送された1歳7か月女児。著明な頻脈で血圧測定不能、顔面蒼白、四肢冷感、
活気不良とショック徴候を認めCTで麻痺性イレウスと診断した。晶質液のボーラス投与を
反復するもショックの離脱が得られず、高度医療機関へ転院した。転院後、ICUでの全身管
理と経鼻胃管および経肛門イレウス管による減圧により腹部症状は徐々に改善したが、発
熱や肝酵素の上昇が続いた。転院3日目に眼球充血、口唇発赤、体幹の発疹およびBCG部
位発赤を認め、川崎病と診断された。免疫グロブリン大量療法で解熱せずプレドニゾロン
を開始後解熱した。以後は経過良好で冠動脈病変を認めず退院した。【考察】川崎病は、腸
管膜動脈の炎症により腸管血流不良や腸管膜神経叢の虚血が生じ、腸管浮腫や腸管運動の
異常が起きることで麻痺性イレウスを合併すると考えられている。合併は発症初期に多く
川崎病の早期診断が困難で、腹部症状の精査加療が優先され本来不必要だった開腹手術が
行われた報告がある。また、イレウス合併川崎病では冠動脈病変を有しやすいとの報告も
あり、より重症の可能性がある。麻痺性イレウスの原因として川崎病を鑑別に上げ、軽微
な主要症状や肝機能障害に留意し、早期に診断し治療介入することが大切である。

O1-16-6
人工膝関節置換術後のターニケット直下の皮膚トラブル因子の明確化
蜷木∙葉菜（になぎ∙はな）、井出∙麻葵（いで∙まき）、久々湊∙由佳子（くぐみなと∙ゆかこ）

NHO 甲府病院看護部手術室

【背景】当院で人工膝関節置換術後に大腿部に巻いた止血帯（以後ターニケットとする）直下
に発赤や発赤を起因とした水疱などの皮膚トラブルの発生症例が散見された。皮膚トラブ
ル予防策を行う上でターニケットに関連した皮膚トラブルの先行文献が少なかった。今回
皮膚トラブル発生の関連要因を明確にしたので報告する。【方法】人工膝関節置換術を実施
した50名のデータをカイ二乗検定で分析した。（有意水準p＜0.05）【結果】手術終了後の
ターニケット直下の皮膚トラブル発生率は84％であった。皮膚トラブルの因子を分析した
結果、BMI25以上（p＝0.30）とALB低値（p＝0.13）で、高血糖（p＝0.01）とCRP高値

（p＝0.02）は有意に高値を示した。またCRP高値の対象者の特性として変形性膝関節症を
発症してから5年以上経過していた対象が45％と約半数を占めていた。【考察】研究前は、
肥満であることは内部に炎症を引き起こし、加齢性の皮膚へと変化が生じてしまうことや
低栄養状態であると皮膚が外的刺激に対して脆弱になり、皮膚損傷につながる。そのため
BMI25以上やALB低値が皮膚トラブルに影響していると考えた。しかし本研究では、この
2つの因子に有意差はなく、高血糖とCRP高値に有意差があった。高血糖により乾燥等が
生じ、皮膚のバリア機能が障害されるリスクが高い。更に変形性膝関節症は持続的にCRP
値に上昇がみられ慢性炎症状態にあり、細胞が老化し、皮膚のバリア機能が障害されてい
る状態であったことが要因と考える。【結論】高血糖とCRP高値かつ変形性膝関節症を発症
して5年以上経過している対象者に早期に皮膚トラブル対策の介入が必要である。
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O1-18-1
当院リハビリテーション科でのパーキンソン病に対する統一的理学療法評
価項目の作成にあたって
上野∙雅弘（うえの∙まさひろ）、藤尾∙直美（ふじお∙なおみ）、吉田∙千恵（よしだ∙ちえ）

NHO 南京都病院リハビリテーション科

＜目的＞当院のリハビリテーション科は呼吸器疾患、重症心身障害児（者）、神経難病のリ
ハビリテーションを主に担っている。近年では人事異動が頻繁となり、円滑な業務引継ぎ
が必要となっている。より充実したリハビリテーションの提供のために、今回はパーキン
ソン病の理学療法ガイドラインに沿った評価項目の統一が必要であると考え、検証を行っ
た。＜調査期間・対象者・方法＞調査期間は令和5年6月から令和6年1月まで、対象者はパー
キンソン病およびパーキンソン病関連疾患でHoehn-Yahr stage3程度で初期、最終評価が
実施できた者とした。方法としては各セラピストへの評価項目の実態調査をアンケートで
行った後、ガイドライン、文献などから評価項目の選定、各セラピストへの説明・運用開始、
評価項目の再検証の順で行った。＜結果＞バランス評価（Brief-BESTest）では10.0±4.55
から14.3±2.62へ、問診票ではQOL（PDQ-39）は56.0±31.57から49.5±29.61へと
改善傾向を認めたが、すくみ足（FOGQ）、ADL（日本語版Fall Efficacy Scale）では初期評
価と最終評価で著明な変化は認めなかった。＜考察・今後の課題＞理学療法ガイドライン
に準じた評価項目を導入したことで、評価不十分であった点が確認でき、導入した評価項
目は現状の当院において妥当であったと考えた。パーキンソン病は進行性疾患であるため、
経時的な評価の継続、症例数の蓄積によるデータベースの作成が重要である。今後は他の
神経難病に対する同様の標準的な評価方法の統一化、PT、OT、STによる検査、評価項目
の役割分担なども検証し、より充実したリハビリテーションの提供に努めたい。

O1-17-6
移行期医療における食事療法の支援について
村田∙明子（むらた∙あきこ）1、伊藤∙達矢（いとう∙たつや）1、近藤∙聡子（こんどう∙さとこ）1、小平∙沙希（こひら∙さき）2、
田中∙藤樹（たなか∙とうじゅ）3、長尾∙雅悦（ながお∙まさよし）3

1NHO 北海道医療センター栄養管理室、2NHO 北海道医療センター移行期医療支援センター、 
3NHO 北海道医療センター小児科

【背景】小児期発症の慢性疾患を有する患者は成人期に向けて個々に適した医療・生活の支
援が必要である。当院では2023年8月より北海道移行期医療支援センターが設置され、各
部門が連携を図り患者が快適に生活を送れるようコーディネートを行っている。栄養士は
主に食事が治療に影響を及ぼす疾患に対して介入を行っており、その支援内容について報
告を行う。【方法】現在まで栄養士が介入を行った患者は3例、症例は1型糖尿病（DM）、フェ
ニルケトン尿症（PKU）、プロピオン酸血症（PA）。介入時の食事療法の主体は全例母親で
あった。初回は現在の食事への疑問点や今後の不安などの聞き取りなどを行い、本人に対
し食事療法の必要性とその概要の説明を行った。DM患者に対してはカーボカウントの指
導、PKU患者に対してはメニューの選択方法の指導や調理実習を行い、PA患者へは特殊ミ
ルクへの理解を促した。各疾患の特長や患者の特性に合わせ、自身でできる食事療法につ
いて指導を行った。【結果】DM患者は間食に対してのみ本人がカーボカウントを行う予定
であったが、本人の血糖コントロールへの意識が向上し、食事に対してもカーボカウント
を自ら実施するようになった。PKU患者は調理に対して無関心であったが、調理実習を経
て低Phe料理を自宅でも調理するようになった。PA患者では自ら調乳することへの意欲を
示すようになった。【考察】食事指導は家族間では甘えや反抗などから困難である場合が多
く、小児期から移行期において栄養士などの第三者が介入し、個々の成長、特性に適した
支援を段階的に行うことは患者自身の食事療法に対する意欲や主体性の向上につながる可
能性がある。

O1-17-5
小児肥満教育入院（肥満教室）参加児における教室参加後の行動変容プロセ
スの解明
笠原∙邑斗（かさはら∙ゆうと）1、花村∙良枝（はなむら∙よしえ）1、倉田∙研児（くらた∙けんじ）2

1NHO まつもと医療センター看護部西3病棟、2NHO まつもと医療センター小児科

【目的】
肥満教室参加後の児の肥満度や生活習慣の変化を定量的に明らかにし、定量的結果を踏ま
えて、児の退院後中長期にわたる行動変容のプロセスを定性的に明らかにすることを目的
とした。

【方法】
混合研究法の説明的デザインを用いた。肥満教室参加児の母5名を対象とし、肥満教室終了
1週間、1・3・6 ヶ月後に、児の肥満度等および生活習慣を問う質問紙調査と半構造化面
接を行った。分析は定量的研究では記述統計を行い、定性的研究は定量的研究の結果を踏
まえたグラウンデッドセオリーアプローチを用いた。

【結果】
 5名全員から協力が得られた。入時の年齢は8 ～ 11歳、肥満度は平均 35.7（SD±10.1）
であった。6 ヶ月後の肥満度は平均 34.5（SD±5.8）で、4名に肥満度の低下が見られた。
各期間の肥満度の推移は、2名が徐々に低下しており、2名は1週間から1 ヶ月後に一度増
加し、その後低下していた。また1名は1週間後と6 ヶ月後に大幅に増加した。生活習慣で
は全ての対象者で加糖飲料の摂取やおかわりが減少していた。また、運動時間が増加して
いた児は肥満度の低下が大きい傾向があった。定性的研究の結果、他者・時期・環境によ
る複合的な背景要因を踏まえて、初期は両親の介入により効果を感じ、中期に肥満教室の
思い出を想起することで再度やる気を出し、後期は児が自身の得意を伸ばす自分に合った
方法を見つけ、両親はそれを肯定し見守ることで行動変容に至っていた。

【結論】
肥満度及び行動変容は一時的に停滞するものの、肥満教室の思い出を想起し自身の得意を
伸ばす自分に合った方法を見つけ、両親がそれを肯定的に見守ることで行動変容に至って
いた。

O1-17-4
早産児の腹臥位ポジショニング技術習得に向けた見本動画と実践動画の併
用による効果
小川∙莉彩（おがわ∙りさ）、柳田∙麻希（やなぎだ∙まき）、山田∙恵（やまだ∙めぐみ）、児玉∙久美（こだま∙くみ）

NHO 都城医療センター新生児集中治療室

【目的】
早産児の腹臥位ポジショニング技術習得に向け、見本動画と実践動画を併用した動画教育
の効果を明らかにする。

【方法】
腹臥位手技の注意点を示した動画（見本動画）を作成し視聴。その後、対象者の腹臥位手技（実
践動画）を撮影し、動画で振り返りをした後にインタビューを行った。技術習得に関連する
内容や動画視聴による気付きや学びの内容を抽出し、分析した。

【結果】
見本動画では、＜抱き枕の作り方＞＜ハンドリング＞＜足のポジショニング＞に注目して
いた。実践で注意した点や難しかった点として＜安静保持のケア＞があがった。気付きや
学びでは、手技の＜慣れの必要性＞や児の活動性に対する＜安静保持のケア＞、＜安定し
た体位調整＞を得ていた。対象者の半数以上が、見本動画のみでなく実践動画の視聴でも
技術習得の自信に繋がったと答えた。

【考察】
手技のコツやポイントを視覚的に捉え、注意しながら実践できている為、見本動画視聴に
よる効果はあったと考える。また、見本動画だけでなく自己の実践動画の振り返りが自信
に繋がったとの回答があった。実践動画を振り返り客観視することは、自己の手技に対す
る気付きや学びを得られるといったメタ認知の活性に繋がったと考え、さらに見本動画と
併用することで、見本の手技と自己の手技を比較することができ、リフレクション教育の
効果も得られたと考える。

【結論】
・見本動画と実践動画の併用では＜慣れの必要性＞＜安静保持のケア＞＜安定した体位調
整＞の3項目が気付きや学びとして得られた。
・見本動画と実践動画を併用したことで、メタ認知活性とリフレクション教育の効果があ
ることが示唆された。
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O1-18-5
筋強直性ジストロフィー患者におけるHAL医療用下肢タイプを用いた歩行
運動処置の最適間隔の検討
長谷川∙誉（はせがわ∙ほまれ）1、細川∙大瑛（ほそかわ∙ひろあき）1,2、飯島∙悠平（いいじま∙ゆうへい）1、千葉∙明穂（ちば∙あきほ）1、
徳永∙光煕（とくなが∙こうき）1、田中∙洋康（たなか∙ひろやす）3、高橋∙俊明（たかはし∙としあき）3

1NHO 仙台西多賀病院リハビリテーション科、2慶應義塾大学日本学術振興会特別研究員PD、 
3NHO 仙台西多賀病院脳神経内科

【背景】HAL医療用下肢タイプを用いた歩行運動処置（以下,HAL治療）は,定期的に行うこ
とで神経筋疾患患者の歩行能力維持に貢献するが,最適な治療間隔を検討した報告は少な
い.【目的】筋強直性ジストロフィー（以下,DM）患者に対するHAL治療の効果持続期間を明
らかにする.【方法】対象は2016年11月から2022年4月に当院でHAL治療（9回/クール）
を複数回完遂したDM患者.歩行能力指標は2分間歩行距離（以下,2MD）とし,各クールの
2MDを診療録から後方視的に抽出した.（1）単回効果:全患者の初回クール開始時に対す
る第2クール開始時2MDの割合とクール間月数の相関から,クール間月数が長いほど第2
クール開始時2MDが初回クール開始時2MDを下回るか検討した.（2）反復効果:全クール
において各クール開始時と初回クール開始時2MDを比較した.更に各クール開始時2MD
が初回クール開始時2MDを下回るクール間月数を検討した.統計は（1）Pearson相関係数
と単回帰分析（2）対応のあるt検定を用い有意水準は5%とした. 本報告に際し,当院倫理
委員会の承認を得た.【結果】対象は11名（平均47.2±7.2歳,男性7名）,計42クール,各
クール間月数は4-23か月であった.（1）初回クール開始時に対する第2クール開始時2MD
の割合とクール間月数の相関はなかった（r=0.274）.（2）各クール開始時と初回クール開
始時2MDに有意差を認めなかった.クール間月数が9か月を超えるとHAL治療前2MDが
初回クール開始時の値を下回る傾向があったが,それ以降も初回2MDを維持する例を認め
た.【考察】DM患者に対するHAL治療は,クール間月数が9か月までは歩行能力が維持され
る可能性がある.しかし個人差の大きさも明らかになり,歩行能力維持に関わる要因を検討
していく必要がある.

O1-18-4
機械による咳介助（MIE）の積極的な導入により経口摂取の機会獲得に至っ
た筋強直性ジストロフィー（DM）の一例
徳永∙光煕（とくなが∙こうき）1、細川∙大瑛（ほそかわ∙ひろあき）1,2、片山∙望（かたやま∙のぞむ）1、大村∙悠（おおむら∙ゆう）1、
高橋∙俊明（たかはし∙としあき）3

1NHO 仙台西多賀病院リハビリテーション科、2慶應義塾大学日本学術振興会特別研究員PD、 
3NHO 仙台西多賀病院脳神経内科

【はじめに】神経筋疾患患者の咳嗽力は咳のピークフロー（CPF）で評価する.しかし,肺活
量（VC）が保たれていると,CPFの評価が省略されたり,値が軽視されたりという傾向にあ
る.MIEは徒手的介助に比して効果的な喀出能が期待でき,神経筋疾患患者に強く推奨され
る気道クリアランス法である.今回,VCが比較的保たれた胃瘻管理のDM患者に対し,退院
後在宅での使用を想定しMIEを導入した.限定的な経口摂取に至ったためその経過を報告す
る.【症例】DMと診断され7年経過した30歳代後半の男性.2年前,朝食中の窒息を機に胃瘻
を造設された.当院入院時,VCは3,730mL（％ VC:101％）,CPFは自力で230L/min,徒手的
呼気介助で260L/minであった.100m以上独歩可能であった.1 ～ 2回/週で訪問看護サー
ビス等を利用していた.本例の希望は｢少しでも食べたい｣であった.【経過】本例のCPFは,
自力･徒手的呼気介助ともに気道内分泌物･異物の喀出に不十分な値であった.また,在宅で
は家族や在宅支援事業所等多くの介護者が関わること,経口摂取の希望があることを考慮し,
実施者によらず高い効果が期待できるMIEを導入した.これらにより肺炎･窒息リスクが低
減し,直接嚥下訓練が可能となった.食形態の調整を経て一部経口摂取に至った.退院時,家
族や在宅支援事業所にMIEの手技を指導した.【考察】本例はVCが比較的保たれながら気道
内分泌物･異物の喀出に不十分な咳嗽力であった.神経筋疾患患者の診療では,身体機能に関
わらずCPFの評価は必須である.本例はMIEの導入が直接嚥下訓練を促進し,一部経口摂取
の機会獲得に貢献したと考えられた.在宅へのMIE導入には,咳嗽力や肺炎･窒息の病歴のみ
ならず人的介護資源や生活環境も含めた総合的判断が必要である.

O1-18-3
脊髄小脳変性症患者に対する短期集中リハビリテーション効果の一例
新川∙遼太郎（しんかわ∙りょうたろう）1、清水∙克己（しみず∙かつみ）1、平岡∙尚敬（ひらおか∙なおたか）1、
田原∙将行（たはら∙まさゆき）1,2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科、2NHO 宇多野病院脳神経内科

【はじめに】脊髄小脳変性症（以下．SCD）は小脳失調を主徴とする進行性の神経変性疾患で
あり，協調運動障害や平衡機能障害が見られ，日常生活動作が困難となる．診療ガイドラ
イン2018では積極的な理学療法が推奨されており，近年SCDへの短期集中リハビリテー
ション（以下．短期集中リハ）が効果的であるとの報告が増えている．当院でも短期集中リ
ハを開始し，体幹機能改善を目指したプログラムを作成し実施している．今回はその一例
を報告する．【症例提示】本症例はSCDで経過18年の60歳代女性である．入院前ADLは
屋内修正自立レベルであったが入院初期には移乗時に転倒している．運動失調評価尺度（以
下．SARA）は21点で，6分間歩行や10m歩行は歩行器を利用しても運動失調から転倒リ
スクが高く評価困難であった．【介入内容】期間は4週間で頻度は5回／週，時間は60分／
回の理学療法を実施した．実施内容は体幹訓練や歩行練習などのプログラムを作成し指導
した．また，パンフレットを作成して自主練習を実施できるように指導，実施状況を管理
した．【結果】SARAは退院時に13．5点と改善し，6分間歩行は不可から37．4m可能になっ
た，10m歩行は不可から66秒／ 31歩と屋内生活可能なレベルとなった．移乗動作は病棟
生活では安定して実施でき，退院3週前から転倒は無かった．【考察】短期集中リハを実施
したことにより姿勢動揺が軽減し動作能力が改善したと考える．今後はより多くの症例で
実施・継続し，予後を想定した実施頻度などの検討が必要である．【結論】SCD患者に対す
る短期集中リハはバランス能力を維持改善する可能性がある．

O1-18-2
パーキンソン病におけるPull testの定量化とバイオマーカーの信頼性
谷内∙涼馬（たにうち∙りょうま）1、原∙天音（はら∙あまね）1、門田∙和也（もんでん∙かずや）1、越智∙万友（おち∙まゆ）1、
鳥居∙剛（とりい∙つよし）2

1NHO 広島西医療センターリハビリテーション科、2NHO 広島西医療センター脳神経内科

【はじめに，目的】Pull testはパーキンソン病（PD）の姿勢反射障害を評価する指標として国
際的に汎用されており，妥当性と信頼性が示されている。我々は慣性センサを使用し，Pull 
test 0 ～ 2点における生体力学的バイオマーカーを抽出する手法を報告した（Taniuchi R, 
et al. 2024）。本研究では早期PD患者を対象とし，定量化したPull testから得られたバイ
オマーカーの検者内・検者間信頼性を検討することを目的とした。【方法】対象はPull test 
0点に該当するHoehn-Yahr stage 2のPD患者13名（年齢68.0 ± 7.6歳）とした。Pull 
testの測定は2名の検者が2日以上の間隔を空けてそれぞれ2回ずつ実施し，検者の右手
と被験者の腰部に装着した慣性センサ（MicroStone，MVP-RF8-HC，サンプリング周波数
200Hz）を用いて時空間的変数を計測した。得られた変数からPull testのバイオマーカー
として重心後方変位量（COG-P），重心移動時間（WST），重心移動速度（WSV）を算出し，
級内相関係数（ICC）およびBland-Altman分析により検者内・検者間信頼性を検討した。

【結果】検者内信頼性の分析では，COG-P（ICC = 0.64-0.86），WST（ICC = 0.01-0.90），
WSV（ICC = 0.41-0.69）であり，中等度以上の信頼性を示したのはCOG-Pのみであっ
た。一方，検者間信頼性はいずれも低かった（ICC＜0.5）。また，Bland-Altman分析では
COG-Pの検者内信頼性を除き比例誤差を認めた。【結論】Pull testにおける定量的なバイオ
マーカーは，順序尺度であるスコアのみでは可視化できない有益な指標となり得る可能性
がある。一方，比例誤差を内包するため測定の信頼性が低くなることが推察され，臨床応
用にはさらなる検討が必要である。
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O1-19-3
幹部看護師任用候補者が昇任を肯定的に捉えるための過程
藤田∙恵子（ふじた∙けいこ）1、西∙治世（にし∙はるよ）2、重野∙かおる（しげの∙かおる）3、村上∙和代（むらかみ∙かずよ）4、
林∙良子（はやし∙りょうこ）5

1NHO 金沢医療センター看護部、2NHO 静岡てんかん・神経医療センター看護部、 
3NHO 七尾病院看護部、4NHO 東名古屋病院看護部、5NHO 豊橋医療センター看護部

【はじめに】本研究では幹部看護師任用候補者（以下、候補者）が副看護師長への昇任を肯定
的に捉える過程を質的帰納的に明らかにし、看護管理者が行う教育的支援の在り方につい
て示唆を得た。【研究方法】研究デザイン：質的帰納的研究。研究期間：2023年9月1日
～ 2024年3月31日。東海北陸グループ内のNHO関連20施設の候補者で、研究参加の同
意が得られた者を対象とし、半構成的面接法を用いたオンラインインタビューを実施した。
本研究の実施に関しては、金沢医療センターの倫理審査委員会の承認を得た。　【結果】11
名のインタビューでの語りから403のコードが抽出され、9つのカテゴリー、21のサブカ
テゴリーが生成された。候補者は【看護管理者としての自分に自信がない】という思いを抱
いていた。それにも関わらず、日常の看護実践を通して、【看護管理の実践に携わる】こと
を行っていた。その様な中で【現状を振り返る機会を得て】、【新たな管理観がプラスされる】
という経験をし、【看護管理者としての行動を考え】たりしていた。さらに、看護管理の実
践を行う過程の中で【自分が尊重されていると感じる】ことで、【自分の成長を自覚する】こ
とに繋がっていた。このような一連の過程をとおして、【自分の管理者としての未来を思い
描く】ようになり、その背景には【看護管理者育成のための環境が整っている】ことが必要で
あった。【考察】一連の過程から、候補者が行う日常の看護実践に対して看護管理者は内省
のための材料を提供し看護管理へ繋げていくこと、看護管理者がスタッフと関わる機会を
作り、特性を把握し成長を支援して軌道修正を行うこと、承認を行うことが重要であると
考えられた。

O1-19-2
リフレクション能力向上への取り組み ―副看護師長の自己開発能力向上を
目指して―
照屋∙寛靖（てるや∙ひろやす）、高木∙ももこ（たかぎ∙ももこ）、知花∙慎吾（ちばな∙しんご）、玉城∙友也（たまき∙ゆうや）

NHO 琉球病院看護部

【目的】国立病院機構における看護管理能力者プログラム開発においてレベル1（副看護師長
相当）では自己のリフレクションとリフレクション支援が挙げられており、看護管理者と
してリフレクション能力は必要な能力であることが示されている。そこで今回の研究では、
リフレクション能力向上への取り組みを実践し、課題を明らかにする。【方法】1.副看護師
長10名へのアンケート調査2.知識の習得3.演習4.実践と段階的に行った。【結果】1.アン
ケート調査では、振り返り面接を行ったことがない、具体的な技術は知らないといった知識・
経験不足が明らかとなった。2,3リフレクションの知識をレクチャーし、模擬事例を用いて
ロールプレイを行った。事後感想30コードをコルトハーヘンのALACTモデルにカテゴリー
化したところ、「行為の選択肢の拡大」は1コードのみだった。4.実践は看護師長支援のも
と行った。起きている事柄に関する分析は行えていたが、自己省察が不足していることに
ついて助言を受けた。【考察】演習では、リフレクションにおける効果的な支援として「場を
提供」し「共感・受容」の態度をとり「気づきを促す支援」を行い「次回へ繋がる事」を共有す
ることの必要性を見出すことができたと考える。また、実践を通して、アトキンスの述べ
るリフレクションのスキルの第1段階の「自己への気づき」を深めることが今後の課題であ
ることがわかった。東は、リフレクションスキルは実践を通して時間をかけて徐々に獲得
していくものと述べており、リフレクションスキルを向上するためには自己のリフレクショ
ンとスタッフへのリフレクション支援を継続していくことが重要であると考える。

O1-19-1
副看護師長が取り組む働きやすい環境つくり～看護師の心理的安全性につ
いての調査　第一報～
中村∙律子（なかむら∙りつこ）、栗原∙由貴美（くりはら∙ゆきみ）、平野∙智子（ひらの∙ともこ）、井上∙範子（いのうえ∙のりこ）

NHO 熊本南病院看護部

【はじめに】A病院副看護師長研究会では、後輩育成の中で看護師の心理的安全性に着目し、
A病院の傾向を知り看護師のチーム力向上のための課題抽出と副看護師長としての役割の明
確化に取り組んだ。【目的】A病院看護師の心理的安全性に対する現状を把握し、副看護師
長としての行動の示唆を得る。【方法】A病院看護管理者を除いた103名2年目以上の看護
師に、エドモンドソンの質問項目を用いて5件法によるアンケートを実施した。【倫理的配
慮】A病院倫理審査委員会で承認を得た。【結果】アンケート回収率は92％〈ミスをすると非
難される3.43〉〈課題や難しい問題を指摘し合える2.44〉〈自分と異なると他者を拒絶する
3.55〉〈リスクある行動をしても安全3.43〉〈他のメンバーに助けを求めることは困難3.72〉

〈自分の仕事を意図的におとしめる行動はしない2.1〉〈自分のスキル、才能が活かされてい
ると感じる2.61〉という結果であった。【考察】結果は普段から否定されるような経験は少
ないが、職場風土としてそれを払しょくするには弱い傾向がうかがえる。これはカンファ
レンス等で健全な衝突ができるよう副看護師長としての役割が大切である。〈チームに対し
てリスクある行動をしても安全である〉に関しては唯一否定的な結果で、看護師がチーム内
で質問や違うアイデアの提案に対しての柔軟性に乏しい傾向があり、潜在的なコミュニケー
ション不足が考えらえる。副看護師長は看護師の個性を認め合い、ポジティブフィードバッ
クを意識したタスク行動が必要と考える。【結論】カンファレンスなど異なる価値判断や意
見を尊重しながら、思ったことを言い合える職場風土への取り組みが必要である。

O1-18-6
歩行困難な遺伝性痙性対麻痺患者に対しHAL®医療用下肢タイプを用いた
理学療法の一例
山本∙朋久（やまもと∙ともひさ）1、林∙直輝（はやし∙なおき）1、平岡∙尚敬（ひらおか∙なおたか）1、田原∙将行（たはら∙まさゆき）1,2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科、2NHO 宇多野病院脳神経内科

【目的】
Hybrid　assistive　limb（以下，HAL®）は，電極から運動指令を感知しモーターによるア
シストを行い，運動の感覚がフィードバックされる事による機能改善ループの形成を目的
とした装着型サイボーグである．
今回，2023年10月より保険適応となった遺伝性痙性対麻痺患者に対するHAL®医療用下
肢タイプを用いた歩行練習（以下，HAL®歩行練習）を行った．
本疾患のHAL®歩行練習の報告が少ない事に加え，基本的動作能力に著しい改善を認めた症
例であったため報告する．

【症例と方法】
60歳代女性．2020年発症の遺伝性痙性対麻痺患者で，左優位の痙性跛行が見られ，両足
関節に著明な関節可動域（以下，ROM）制限と歩行時に右大腿～臀部に疼痛が伴う．本症例
に対し，週3回のHAL®歩行練習を計9回実施した．

【結果】
吊り下げ式歩行器使用による6M歩行（前後2M助走）の初期／最終評価は，平均歩行時間
35．95秒→19．36秒，平均歩数26．33歩→22．33歩と改善が見られた．また，両股関節・
足関節のROMが改善し，ADLは起立・立位保持が人的介助から，物的介助で可能となった．

【考察】
本症例は，HAL®歩行練習によって歩行の再学習がみられ，歩行に対する過剰努力が軽減し
た．これにより恒常的に筋緊張が緩和したことで，身体機能改善が得られ，更なる歩行学
習を促す好循環に繋がったと考えられる．また，歩行だけでなく，HAL®歩行練習で得られ
た機能改善によって基本的動作能力の改善も得られたと推測する．
遺伝性痙性対麻痺はHAL®対象疾患となって日が浅く，今後更に症例数を増やし，検討して
いく必要がある．
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O1-20-1
電子カルテ文書登録の診療情報管理室の介入による取り組み
高橋∙綾子（たかはし∙あやこ）1、山河∙圭（やまかわ∙けい）1、宮下∙一美（みやした∙かずみ）1、園田∙美樹（そのだ∙みき）2、
日高∙道弘（ひだか∙みちひろ）3

1NHO 熊本医療センター診療情報管理室、2NHO 熊本医療センター病院情報システム管理室、 
3NHO 熊本医療センター副院長

【背景】 当院では2006年より電子カルテを導入しているが、電子カルテへ文書のスキャン
登録は発生元が文書種別の大分類・小分類を選択し、スキャンセンターに依頼する運用で
あった。しかし文書種別が細かく分かれており選択が難しく、ばらつきが出ている現状で
あった。また各部署それぞれで電子カルテへの文書登録が発生するため文書の重複が発生
し、様式もばらつきがあり、院内全体の把握が難しく管理がされていなかった。

【取り組み】 2020年6月より診療情報管理室が文書管理に介入し、新規・更新・廃止文書
の内容精査・管理を行う運用とした。文書種別選択の負担軽減のため、電子カルテ内に文
書登録をする際は適切な文書種別を決定しバーコードを付与した。また診療行為に関する
説明同意書のひな型が2018年に院内の医療安全管理マニュアルに明文化され、電子カルテ
内既存の説明同意書もその書式に則った様式に統一するため、医師事務作業補助者と協力
して書式統一に向けた取り組みも行った。

【結果】 2020年6月から2024年5月まで診療情報管理室による文書登録への介入は新規
200件、更新372件、廃止90件で計662件あった。また並行して行った説明同意書の書
式統一では、2024年5月現在で20診療科と共通文書の更新が完了し、360件の更新と53
件の廃止、さらに64件の新規文書作成に関わった。

【考察】 診療情報管理室の介入により、院内文書の書式統一と文書種別の管理、重複文書や
使用しなくなった文書の廃止も行う事ができた。診療科ごとにばらばらだった書式が院内
の書式に統一され、書式だけでなく内容の見直しも行うことができ、文書の質の向上にも
大きく貢献できた。

O1-19-6
A病院における看護師のワーク・エンゲイジメントと職務満足に関する研
究－ワーク・エンゲイジメントの向上にむけて－
池水∙寛子（いけみず∙ひろこ）、白澤∙昂平（しらさわ∙こうへい）、本村∙真理亜（もとむら∙まりあ）、原口∙彰太（はらぐち∙しょうた）、
中村∙真子（なかむら∙まこ）

NHO 指宿医療センター看護部

【目的】ワークエンゲージメント（以下WEと表記）は、シャウフェリらが提唱した概念であ
る。WEが高いことは看護師が仕事に対する前向きな姿勢を醸成し、仕事のパフォーマンス
を高める効果をもたらすと言われている。今回、A病院に勤務する看護師のWEと職務満足
度を調査し、活き活きと働き続けられる支援の示唆を得る。【方法】看護師長および副看護
師長を除いた看護師99名を対象に、シャウフェリらが開発し島津が翻訳したユトレヒト・
WE尺度と、撫養らが開発した職務満足測定尺度を用いて調査し、関連性について統計処
理をおこなった。本研究は倫理委員会の承認を得て実施した。【結果】調査用紙の回収率は
58.5％（53名）であった。WEと職務満足度には正の相関がみられた。また、職務満足度を
構成する4つの因子のなかで、「仕事に対する肯定的感情」と「職場での自らの存在意義」に
ついてWEと正の相関があった。【考察】「仕事の要求度－資源モデル（JD－Rモデル）」では、
WEの向上には「仕事の資源」と、「個人の資源」が豊富にあることが必要とされている。「仕
事に対する肯定的感情」「職場での自らの存在意義」は、仕事に対する心理状態を表すもの
であり、WEと相関すると考えられる。また、2つの因子が高まることで、個人の資源であ
る自己効力感が高まりWEが向上する。【結論】日々の看護実践を通して、「職務の達成、達
成の承認、責任を伴う職務、成長の実感」に着目した意図的な支援を行うことが、看護師が
活き活きと働き続けられる職場環境につながる事が示唆された。

O1-19-5
キャリアアップ支援プログラムの開発に向けたニーズ評価～子育てを行う
看護師の現状と課題～
篠原∙裕美子（しのはら∙ゆみこ）、萩原∙久実子（はぎわら∙くみこ）、田村∙涼太（たむら∙りょうた）

NHO 渋川医療センター看護部

【目的】
子育てを行う看護師がキャリアデザインできる支援体制を構築するために、キャリアアッ
プ支援における現状と課題を明らかにする。

【方法】
・A病院で子育てを行う看護師を対象に、キャリアアップの困難性に関するアンケート調査
・アンケート回答者のうちインタビューに協力可能な看護師にインタビュー調査

【結果】
アンケート調査では、A病院で子育てを行う看護師40名より回答があった。仕事に関して、
個人要因により困難さを感じている者が34名（85.0%）、環境要因により困難さを感じてい
る者が37名（92.5%）であり、キャリアアップの支援体制について不十分さを感じている者
は29名（72.5%）であった。インタビュー調査では、8名（20.0%）より協力が得られた。キャ
リアアップ困難な要因として、時間外の業務や自己研鑽の時間を子育てにより確保できな
いこと、キャリアアップすること自体への葛藤、家族とのコミュニケーションや時間の確
保が難しく、仕事と家庭のバランスを図ることが難しいことなどの課題が明らかになった。

【結論】
本調査により、キャリアアップの支援体制として、キャリアアップに必要な自己研鑽の時
間を確保すること、管理者がスタッフの個人要因を把握した上での支援を行うこと、キャ
リアアップしている管理職や専門領域のスペシャリストの経験や仕事内容について知る機
会を与えることが必要と考える。本調査で明らかになった現状と課題をもとに、A病院にお
けるキャリアアップ支援に向けた取り組みを検討していきたい。

O1-19-4
国立ハンセン病療養所におけるキャリアラダー運用課題と取り組み
土居∙明美（どい∙あけみ）1、田中∙英美（たなか∙ひでみ）2、秋田∙倫枝（あきた∙みちえ）2、前田∙愛子（まえだ∙あいこ）3、
並木∙あかね（なみき∙あかね）4

1国立療養所長島愛生園看護部、2国立療養所邑久光明園看護科、 
3国立国際医療研究センター病院看護部、4厚生労働省医政局医療経営支援課

【目的】国立ハンセン病療養所看護職員能力開発プログラム導入後の運用における問題を
明らかにし、解決策を見いだす【方法】1.対象：国立ハンセン病療養所看護師・副看護師
長843名2.調査期間：令和5年9月～ 10月3.方法：質問紙調査（web回答）【結果】回答
248名（回答率29.9％）有効回答230名（有効回答率92.7％）【結論】1.能力開発プログラ
ム導入時の説明について、導入の目的やプログラムの説明は理解していたが、その運用に
ついて具体的に示す必要がある。2.令和3年度に実施したキャリアラダー到達度評価は、「評
価表の内容」「自己の到達度を客観的に捉えること」に難しさがあったことから、具体的行
動について示す必要がある。3.キャリアラダー到達度の自己評価後、対象看護職員の4割が
看護師長の面接を受けていないことから、面接の重要性の認識を高める必要がある。4.キャ
リアラダー到達度の自己評価後の看護師長との面接が自己の取り組み課題の明確化に至ら
なかったケースがあったことから、看護師長の面接技法を高める必要がある。5.令和5年
度のキャリアラダーに関する看護師長の面接時に看護職員は、日頃の自己の看護実践の状
況について伝えているケースが多く、看護観、学習方法、抱えている課題を伝えているケー
スが少なかったことから、年間を通じた看護師長のキャリア支援について具体的に伝える
必要がある。6.キャリアラダーの効果に対する看護職員の認識は、自己の成長、自己の課
題や目標の明確化として捉えていた。看護師長は看護師との日々の関わりから能力の変化
を伝え、能力開発プログラムの運営に反映させ、展開していく必要がある。
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O1-20-5
内部監査を活用した日常管理指標改善の取り組み
手島∙伸（てしま∙しん）、菊地∙正（きくち∙ただし）、馬場∙由美（ばば∙ゆみ）、畠山∙伸（はたけやま∙しん）、
鈴木∙克之（すずき∙かつゆき）、斎藤∙邦彦（さいとう∙くにひこ）、小柳∙穏（こやなぎ∙やすき）、中鉢∙則子（ちゅうばち∙のりこ）、
小関∙綾子（こせき∙あやこ）、畠山∙拓哉（はたけやま∙たくや）、篠崎∙毅（しのざき∙つよし）

NHO 仙台医療センター TQM推進室

【背景】当院では2008年にISO9001認定取得、その後は目標管理、日常管理、継続的改
善、人材育成を柱として質改善活動を継続している。また規格では相互チェックとなる内
部監査が求められている。【目的】内部監査の実施、工夫が日常管理指標の向上に有効であ
ることを検証する。【方法】内部監査準備　監査項目、基準の決定：毎年重点課題とともに
チェックリストを作成、医師をリーダーとした3名の監査員がチームとなって監査を実施。
対象は全診療科、病棟、コメディカルの全部署。本研究では過去の監査から1）カルテ監査
2）同意書記載3）研修受講歴に注目し内部監査の効果を、管理指標の向上への工夫とともに
検証する。【内部監査結果】1）カルテ監査の工夫：情報管理室が電子カルテから診療科ごと
のデータを科長会議で報告。研修医指導記録67.5%（H23）⇒66.7%（H28）⇒86.2％（R5）
科内レビュー記録50%（H27）⇒66.9%（H30）2）IC記録監査の工夫：IC指針を策定、同意
書ワーキング（医療安全/TQM）、登録制、医師・看護師連携、患者アンケート。セカンド
ピニオン記録：36.7%（R2）⇒ 91.3%（R5）、看護師同席率：37.0%（R2）⇒71.2%（R5）3）
研修受講の工夫：研修時間の短縮、複数回開催、Eラーニング、受講歴の周知。医療安全研
修2回受講：全職員84％（H28）⇒90%（R5）（医師42%⇒ 47%）感染対策研修2回受講
15.9%（H28）⇒ 37.5%（R5）（医師16⇒38％）【まとめ】日常の管理指標を向上させるた
めには、適切な指標、基準を決めて監査を行うとともに、指標の改善へ繋がる環境を整え
ていくことが重要である。

O1-20-4
身体拘束の四点柵低減に向けた看護必要度B項目「寝返り」データの活用
永田∙修（ながた∙おさむ）、木曽∙一代（きそ∙かずよ）、河∙美玉（かわ∙みお）、南部∙宗徳（なんぶ∙むねのり）、
早津∙成夫（はやつ∙しげお）、細田∙泰雄（ほそだ∙やすお）

NHO 埼玉病院TQM推進センター診療情報管理室

【背景】身体拘束最小化の取組を行うため、データからの視点で現状把握を行い、改善を促
す。【目的】自院での身体拘束方法の現状把握を行う。また、四点柵実施患者の看護必要度B
項目「寝返り」の評価との関係を分析する。【方法】（1）看護職員にアンケートを実施し、身
体拘束最小化への取組の認識を確認する。（2）身体拘束率の算出は、公益財団法人日本医療
機能評価機構「医療の質向上のための体制整備事業」の「身体拘束率」の定義を用いる。用い
るデータは、2023年4月～ 9月までの入退院情報を電子カルテから抽出し、身体拘束実施
状況は、文書管理システムで身体拘束の実施日に身体拘束方法や観察時間等を入力してい
る台紙から情報を抽出する。抽出した情報をBIツールで深堀する。また、一般社団法人日
本医療安全調査機構の資料で、四点柵について「寝返り」または「端座位」が可能な場合に四
点柵以外の対策が挙げられており、同期間の看護必要度B項目「寝返り」の集計し、四点柵
との関係の分析を行う。【結果】（1）看護職員の21％で最小化の取組を知らなかった。また、

「自力で上半身を起こせる場合、原則四点柵を使用しない。」を56%で知らなかった。（2）身
体拘束方法で最多は四点柵であった。四点柵のみの患者において、看護必要度B項目「寝返
り」で「できる」又は「何かにつかまればできる」は45％だった。【考察】自院での最小化の取
組を知らない職員が多かった。四点柵の実施理由で多いものが「転倒転落防止」だが、安易
な四点柵は転倒転落も招きやすい。看護必要度との分析結果から、実施しなくてもよい患
者への実施例もあり、現場と連携し身体拘束最小化に向けた、改善へ取り組みたい。

O1-20-3
全国がん登録のケースファインディングにおける医療DX　―登録精度の
向上と効率化―
平岡∙紀代美（ひらおか∙きよみ）

NHO 姫路医療センター診療部医療情報管理室

【背景・目的】全国がん登録では、届出対象症例の全数登録が義務付けられているが、全数症
例登録保証やその作業負担は検証されていない。当院の2017年提出件数は1662件だが、
登録漏れ症例数は不明である。そこでチェックツール（説明変数11使用の予測モデルツー
ル）による未登録症例数、再判定時間等を検証した。

【方法】まず、届出除外症例11950件からチェックツールで再判定群1388件を抽出した上
で、無作為に300 症例を再抽出し、届出対象の有無を再判定した。さらにその再判定に要
した時間と未登録症例の検索数を測定した。最後に未登録症例の原因を検証した。

【結果】院内がん登録実務中級認定者による再判定で、再判定群再抽出300 件のうち17 件
の未登録症例が存在し、全体の未登録症例は79件（4.5％）と推定された。再判定作業は
128 秒/件であり、再判定群全体で延べ6.2 日と推計された。未登録症例の詳細分析では、
診断のみ10件、診断・治療あり7件であり、かつすべての症例には、がんの確定病名が付
与されていた。初診月が12月患者は5件あった。

【考察】以前当院のタイムスタディの実登録に18分/件かかったことから、推計未登録79
件の登録作業に延べ3.3日、二重点検からがん登録まで全行程で延べ9.5日となる。毎年7
月提出に向けて、5月末に症例検索・登録が完了する当院の体制でも、この作業時間は算出
可能である。また未登録症例17件はいずれもヒューマンエラーと考えられ、それを補完す
るチェックツールは全数登録へ向けて実現可能な医療DXと考えられる。

【結語】がん登録症例検索のヒューマンエラーを補完し、全数症例登録を目指すチェックツー
ルは有効であり、他施設でも活用可能である。

O1-20-2
手術前IC記録の質的監査の取り組み
峯松∙佑典（みねまつ∙ゆうすけ）1、三宅∙沙季（みやけ∙さき）1、豊川∙達也（とよかわ∙たつや）2

1NHO 福山医療センター事務部企画課診療情報管理室、2NHO 福山医療センター診療部消化器内科

【目的】手術治療前におけるインフォームド・コンセント（以下：IC）記録の質的向上を目指す。
【方法】最初に院内のICに関するガイドラインに則り、IC記録で必要とされる項目が電子カ
ルテ記入時に統一されるよう、IC記録用テンプレート（以下：テンプレート）を作成した。
次に、監査対象症例を主治医各1件、対象期間は2022年度～ 2023年度とし、結果を比較
できるようそれぞれの年度で前期と後期に分けて実施した。また、監査視点が偏らないよ
う監査者を多職種で構成し、下記1 ～ 3の内容について監査した。
1. 電子カルテ上で説明と同意文書が保存されている
2. ICに関する記録がある
3. 2が「あり」の場合はさらに次の5項目「説明を受けた人の氏名または続柄」「日時・所要
時間」「説明場所」「説明内容」「説明後の反応（承諾の有無・意向等）」を評価し、評価基準
は0点：記録なし、1点：改善を要す、2点：適切である、NA：該当なし、とした。

【結果】1「説明と同意文書が保存されている」ではほぼ全ての症例で達成できていた。2「IC
に関する記録がある」では7 ～ 8割程度の症例で達成できており、その内テンプレート使用
での記録は約3 ～ 4割であった。3「項目別平均得点」では「日時・所要時間」「説明場所」が
全期間をとおして1.0点以下と、他の項目に比較し低い結果となった。

【考察】「日時・所要時間」「説明場所」の項目は、テンプレートを使用しない場合に点数が
低い傾向となっており、今後の課題としてテンプレートの利用率向上がIC記録の質的向上
につながると考えられる。
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O1-21-3
生体情報モニタ管理における安全文化醸成の向上へ「鉄は熱いうちに打て」
中島∙直哉（なかじま∙なおや）1、森部∙康弘（もりべ∙やすひろ）1、青澤∙悠（あおざわ∙ゆう）1、種茂∙亮太（たねも∙りょうた）1、
加瀬澤∙みどり（かせざわ∙みどり）2

1NHO 豊橋医療センター臨床工学室、2NHO 豊橋医療センター医療安全管理室

【背景と目的】生体情報モニタにおいて、テクニカルアラーム等の不必要なアラームを減ら
す事は安全文化醸成に大いに役立つ。その方法・対策の一つにMonitor Alarm Control 
Team（以下MACT）の配置が挙げられるが、当院では人的資源の不足により配置困難な状
況が続いている。当院の生体情報モニタ管理における安全文化醸成の向上に向けて、この
ような状況下でも実施可能な取り組みを行ったため報告する。

【方法】現状の確認として、アラーム評価機能（アラームレポート：日本光電社製）を実施。
職員に対して勉強会とアンケートを実施後、再度アラームレポートにて評価を行った。

【結果と考察】予定受講者の内95％（254人）のアンケートを集計した結果、勉強会を行っ
たことで生体情報モニタ管理の意識向上に繋がったことが分かった。一方、アラームレポー
トでは、一部の病棟のみ不必要なアラームが減少したが、多くの病棟では変化が見られな
かった。このような違いが出た理由を検討した結果、インシデント事例があったことが挙
げられた。インシデント事例が強い印象を残し安全文化醸成の向上へと繋がったと考えら
れる。しかしながら、時間と共にインシデント事例の印象が薄れるため、一時的な向上効
果でしかならない。そのため、ラウンドや定期的な勉強会を実施し、現状を看護部・医療
安全管理室と情報共有し、組織として生体情報モニタ管理の安全文化醸成向上を目指す必
要がある。

【結語】インシデント事例発生後は、一時的な安全文化醸成の向上に効果はあったが継続は
難しい。個人や部署ごとではなく、多職種と連携するこで効果的な安全文化醸成が成せる。

O1-21-2
地震発生時、看護師の対応力を高めるための取り組み
大塚∙冴子（おおつか∙さえこ）

NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器外科,整形外科

【はじめに】近年、災害が頻発しており、自部署のスタッフの災害に対する知識はどの程度か、
どこまで行動できるか等の現状を明らかにする必要があると考えた。【目的】病棟スタッフ
が地震発生時の対応を理解し行動できる。【倫理的配慮】当院の倫理委員会を経て承認され
た【実施と結果】地震発生時の手順や既存のアクションカードを基に、病棟スタッフの災害
に対する理解度を確認するための知識確認テストを作成した。9月に実施した1回目の結果
は、全体の正答率が78％であった。10月と11月に「地震発生から管理者への報告まで」を
想定した災害訓練を実施し、病棟災害マニュアルを基に作成したチェックリストを用い評
価を行った。12月に2回目の確認テスト（1回目と同内容）を実施し、正答率が89％へ上昇
した。災害訓練実施直後に参加者の意見交換する場を設け、問題点を明確にし、対応方法
を検討した結果、2回目の訓練では迅速な行動対応やメンバーシップの改善に反映した。【考
察】知識確認テスト2回、災害訓練と意見交換を繰り返し2回実施したことで、スタッフの
地震発生時の行動の改善に繋がったと考える。これは、繰り返しテストや行動を重ね経験
を積むことや意見交換する場を設けることにより、PDCAサイクルを回しスタッフの行動
対応に結び付いたと考える。【結論】本事例では、PDCAサイクルが効果的に作用し、スタッ
フの地震発生時の行動対応や、メンバーシップが改善した。今後も勉強会や訓練を意図的
に評価し、防災対策意識の向上と病棟の特殊性を反映した防災対策への取り組みを継続し
続ける必要がある。

O1-21-1
安心安全な特定行為実践～院内初の特定行為看護師、特定行為研修指導者
としての活動を振り返る～
野館∙陽（のだて∙あきら）

NHO 函館病院外科

【目的】事故なく安全にかつ安心して特定行為を実践できる施設を目指して、システムの構
築と実践、研修生の指導を行った。実践した内容を振り返り評価したので報告する。【方法】
1、構築した実践システム2、特定行為研修生への指導内容3、特定行為実践件数と内訳4、
特定行為に係るインシデントの把握5、1 ～ 4を明確にし実践結果の評価【結果】23年度は
特定行為を361件実施しており、実践する行為に関して必ず指示簿もしくは診療記事に医
師から「特定看護師に依頼した」の記載がある。活動日以外での実践はICUでの直接動脈穿
刺法による採血が20件あった。研修生へは学んだ患者把握を必ず継続し、「多忙、慌てて」
など安全に実施できない場面で実践しない判断が重要であると指導をした。特定行為に関
するレベル3a以上のインシデント報告は0件であった。実践報告内容は動脈穿刺で「1回穿
刺に失敗し困難事例と判断し医師に報告した」などがあり必要時医師へ報告し助言をえてい
る。【考察】特定行為は安全性の確保が重要であるが看護業務も多く、安全な特定行為実践
のためは時間の確保やシステム化が必要である。インシデント内容から危険な場面のイメー
ジ化を図る指導が、安全に特定行為を実践する意識や環境、体制の構築へと繋がる。実践
数の増加により様々な症例を経験し、安全な実践には医師との連携が重要であり、実践内
容の共有は安全性の向上に有効であると考える。それは、医療を受ける患者、特定行為実
践者にとっても安全性の高い組織へとつながる。【結論】看護師が看護の視点を基に、今後
の特定行為実践の発展のため安全に特定行為を実践する意識や組織作りを継続、維持する
ことが重要である。

O1-20-6
ハイリスク薬使用患者に対する薬剤管理指導率向上に向けた取り組み
荒川∙宗徳（あらかわ∙むねのり）1、白崎∙佑磨（しらさき∙ゆうま）1、安井∙みのり（やすい∙みのり）1、畝∙佳子（うね∙よしこ）2、
服部∙雄司（はっとり∙ゆうじ）1

1NHO 東近江総合医療センター薬剤部、2国立循環器病研究センター薬剤部

【目的】ハイリスク薬使用患者（以下、HR患者）への薬剤管理指導実施は、医療安全及び医薬
品適正使用の為に重要な業務であり、国立病院機構臨床評価指標の一つとなっている。従
前、当院のHR患者への指導体制は個々の力量に依存しており、部内での情報共有も不十分
であった。今回、HR患者指導件数の増加と内容の充実を目的とした取り組みを報告する。

【方法】フィッシュボーンチャートよりHR患者指導率の向上を妨げる要因を抽出した。各要
因の対策を2023年1月より実施し、取り組み前後12か月の指導実績を比較した。

【結果】HR患者指導率の向上を妨げる要因は、患者情報の収集遅れ及び部内共有体制の不
足、ハイリスク薬への知識不足、指導記録作成への時間的負担が抽出された。各要因の対
策として、調剤業務との情報共有体制構築、部内勉強会の開催、経営分析ツール（Mighty 
Brain®シリーズ第一弾「加算だポン」）を用いた事例共有、カルテ機能による情報共有、指導
用テンプレートの作成を実施した。取り組み前後のHR患者指導率は前43.9％、後54.0％、
指導件数は前2799件、後4561件となった。

【考察】HR患者指導率向上を妨げる要因は、病棟業務担当者個別の経験や手順等多岐に渡る
が、要因を網羅的に分析することで薬剤部員の知識向上及び部内情報共有体制の効率化に
繋がる。HR患者指導率と指導件数共に増加し、また指導用テンプレートによる標準化で個
人差がなくなり、取り組みは有効であったと考える。

【結語】本取り組みは、当院のHR患者における薬物療法管理体制基盤構築への一助となった。
今後、病院内での情報共有と指導用資材等の充実を図り、より適正な薬物療法実施体制の
確保に尽力していきたい。
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O1-22-1
電子処方箋導入に向けた薬剤部の取り組みと実際
吉田∙幹宜（よしだ∙みきのり）、田沼∙健太郎（たぬま∙けんたろう）、船崎∙秀樹（ふなざき∙ひでき）、近藤∙直樹（こんどう∙なおき）

NHO 東京病院薬剤部

【背景・目的】
当院は、国立病院機構で先駆けて2024年3月下旬より電子処方箋の運用を開始した。電子
処方箋導入時に薬剤部が対応する作業について具体的な業務内容に関する報告は少ないこ
とから、より実際に則した経験として報告する。

【作業方法】
当院の電子診療録ベンダーである富士通Japan株式会社の電子処方箋システム構築にあた
り薬剤部として対応すべき業務は大きく分けて、1．当院の用法マスタと厚生労働省標準用
法マスタとのマッチング（以下、「用法マッチング」）、2．当院の医薬品マスタ（以下、「薬品
マスタ」）と医事側のシステム（以下、「レセプトマスタ」）における個別医薬品コード（以下、

「YJコード」）及びレセプト電算コードの突合確認（以下、「コード確認」）であった。
【結果】
1．用法マッチング作業時間は約40時間（ダブルチェック体制での合計時間）、当院の用法
マスタ533種のうち用法マッチングでマッチは386種であった。ミスマッチ147種のうち、
X付きコード対応は129種、ダミーコード対応は18種であった。
2．コード確認作業時間は約10時間、内服及び外用薬品マスタ登録2608品目のうち、薬
品マスタとレセプトマスタ間のYJコード又はレセプト電算コードのミスマッチは150品目
であり、主にYJコード又はレセプト電算コードの誤登録等が要因であった。

【結語】
電子処方箋導入に向けて、主に用法マッチングに相当な時間を要することから、優先的に
取り組む必要がある。また、用法マッチングでマッチ出来た用法マスタは72%に留まった
ことから、電子処方箋導入時に自施設の用法マスタ整備を行うことも一案と考える。

O1-21-6
急変対応シミュレーション学習における自信向上への介入　学習モチベー
ション評価（ARCS評価）を用いて検証
山菅∙詠子（やますが∙えいこ）、三石∙友唯（みついし∙ゆい）、上床∙美寿 （々うわとこ∙みすず）、柴田∙奈歩（しばた∙なほ）

NHO 都城医療センター手術室

1．研究目的　急変対応シミュレーション学習（以下シミュレーション）で、伊藤らの自己効
力感への介入により自信が向上するか学習モチベーション評価表（以下ARCS）を用いて検
証する。研究方法今回は、昨年度行った同研究においてARCSで低値を示した「自信」に着
目した。対象は手術室看護師13名。シミュレーション時は自己効力感を高めるために内発
的因子として「明確な目標の提示」「繰り返す」、外発的因子として「称賛」の介入を行った。
その後ARCSを使用し前年度と比較検証した。また、自由記述はKHkoderにて分析を行っ
た。2．結果　シミュレーションは、1グループ4、5人で構成し、同じ場面を繰り返し行い、
その都度リフレクションを実施した後ARCS等での調査を行った。ARCSの全体の平均値は
4.5点、「自信」の項目は4.4点だった。前年度と比較し、全体が0.5点、「自信」の項目が0.7
点上昇した。自由記述の分析結果は、思う・自分・行動・慣れる等に分類された。3．考察　
今回のシミュレーションで、ARCSの自信向上につながる内発的因子への介入の「明確な目
標の提示」「繰り返す」と外発的因子への介入の「称賛」により、学習者は目標を理解し、同
じ場面を繰り返すことで役割や行動のイメージ化に繋がったと考える。また、リフレクショ
ン等で「目標達成」や「称賛」の介入をしたことで、自己効力感に影響し自信の向上に繋がっ
たと考える。4．結論　1）自己効力感に影響する内発的因子と外発的因子に働きかけると
学習者の自信は向上する。2）シミュレーションにおいて、（1）目標を明確に提示（2）繰り
返す（3）称賛は学習モチベーションの向上に効果がある。

O1-21-5
当院における院内迅速対応チーム活動についての報告
宮腰∙龍弥（みやこし∙たつや）、木村∙慎一（きむら∙しんいち）

NHO 東京医療センター看護部

当院で院内迅速対応システムを開始し、2年が経過している。令和4年度は院内迅速対応
チーム（以下RRT）の発動は7件、院内急変75件、心肺停止による救急科コールは31件で
あり、RRTの活動目的である患者に対する重篤有害事象軽減は達成できていない現状があ
る。そのため、RRT活動の推進に向けた令和5年度の活動経過を報告する。RRT活動を分析
した結果、問題点はRRT活動について理解不足、RRTの起動システムの周知不足だと分かっ
た。そのため、RRTコアメンバーでシステムの構成要素に分けて対策を立案し活動を行った。
まず、「起動要素」として、RRT起動条件のNEWSなど、看護師への勉強会を実施し、さら
に全職員対象とし医療安全研修としてRRTの周知を行った。そして「対応要素」として、今
まではRRTメンバーである救命病棟スタッフやDMAT取得者に限定していたが、重篤な患
者管理に必要なスキルを備えたスタッフもRRTメンバーへ拡充を行った。また「システム改
善要素」では、急変の事案をデータ収集し、管理・ケアの改善に役立つようフィードバック
を行った。最後に「指揮調整要素」として、RRT活動フローを見直し、院内で組織横断的に
活動できるよう調整した。その結果、令和5年度、RRTの活動の周知は行えたが、活動実績
はRRT発動11件、院内急変103件、救急科コール73件であり、RRT活動は大きく変化が
なかった。今後は、RRTコールと急変時の救急コールの認識の統一とRRTコールと救急コー
ルの目的の違いの再周知が必要である。さらに、診療看護師の活用や重大な患者の状態増
悪や急激な病態変化を覚知してRRT起動に至る対応を全部署のRRTメンバーが行い、院内
全体のRRT推進に繋げていく。

O1-21-4
人工呼吸器回路外れの再発防止に向けたPDCAサイクルを活用した取り組み
齋藤∙美穂子（さいとう∙みほこ）、加藤∙千鶴（かとう∙ちづる）、本田∙一浩（ほんだ∙かずひろ）、濱舘∙貴徳（はまだて∙たかのり）

NHO 八戸病院医療安全管理室

【背景・目的】人工呼吸器は生命維持装置の一つであり、人工呼吸器回路が外れることで患者
の生命に重大な影響を及ぼす可能性が高い。当院は神経・筋疾患、重症心身障がい児（者）
医療を担い、150床のうち53名が人工呼吸器を装着している。今回3b事例が発生し、事
例分析と対策立案の取組中に人工呼吸器回路外れが再度発生した。PDCAサイクルを活用
して継続した取り組みを行った結果、人工呼吸器回路外れの発生件数を減少することがで
きたため報告する。

【取り組み】1.令和3 ～ 4年度人工呼吸器回路外れ発生件数の分析　2.令和5年度人工呼吸
器回路外れの事例分析　3.対策実施と3、6、12か月評価　4.出来ていない項目に対し分
析　5.回路確認の他者チェックシート作成、実施状況確認

【結果】令和3年度10件、令和4年度9件あった人工呼吸器回路外れが、令和5年度は3件
と減少し、9月以降は発生を防ぐことができた。3b事例発生時の事例分析で、人工呼吸器
のテストバッグが当該病棟でほぼ全てが経年劣化していることが判明し更新を行い、不必
要なアラームが減少した。SpO2低下アラームはPHSに連動し送信されていたがルールがあ
いまいだったため、責任の所在を明確化した。医療安全対策マニュアルに記載している人
工呼吸器回路のチェック方法を再周知したが、実施率が13.8％と低い状況が明らかになっ
た。人工呼吸器回路確認の他者チェックシートを作成し、ケア後の回路確認について他者
チェックしたところ、91％が正しく確認できていた。

【結論】人工呼吸器回路確認の他者チェックを実施したことで正しい手順での回路確認を再
確認し、人工呼吸器回路外れの減少につながった。
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O1-22-5
一包化錠剤仕分装置導入による経済効果
遠藤∙森理（えんどう∙もり）1、熊谷∙康平（くまがい∙こうへい）1、壷阪∙直子（つぼさか∙なおこ）1、松井∙尚美（まつい∙なおみ）1、
永井∙聡子（ながい∙さとこ）2、木村∙麻子（きむら∙あさこ）1

1NHO 兵庫中央病院薬剤科、2NHO 姫路医療センター薬剤科

【背景・目的】
当院には神経・筋難病・重症心身障害等の患者が多く入院され、治療継続に多剤服用は欠か
せず、一包化処方が多い。一包化は服薬コンプライアンスの向上だけでなく、配薬間違いの
防止や看護師の業務軽減など多くの利点がある。しかし一包化調剤後に処方変更された場
合、医療安全および業務負担の観点から医薬品の再利用は難しく当院では廃棄されていた。
そこで医薬品廃棄を削減するために2023年12月より一包化錠剤仕分装置（TABSORT®）
を導入した。今回、一包化錠剤仕分装置導入による経済効果を検証したので報告する。

【方法】
機器導入後、2023年12月1日から2024年4月30日の期間に仕分けられた医薬品の種類
と総数、薬価換算合計について調査した。

【結果】
調査期間において123種類の医薬品が仕分けられ、合計9,525錠、薬価換算合計は
273,161.5円であった。このうち2種類計82錠の医薬品が安定性の問題から再利用が不適
とし廃棄され、その金額は1,416.2円になった。仕分けできず廃棄された医薬品は1,260
錠で、刻印の薄さなどにより識別できなかったことが原因であった。機器による仕分け完
了後に目視確認を行ったが、仕分け間違いは認めなかった。

【考察】
機器導入からの5 ヶ月間で、安全かつ業務負担をかけずに271,745.3円の医薬品廃棄が回
避された。医薬品廃棄による薬剤費損失が回避できれば病院の経営にも貢献できる。また
出荷調整により納品されにくい医薬品も再利用でき、安定した薬物治療を提供できる。そ
のため一包化を多用する医療機関では、導入が有用であると考える。今後の展望として、
機器導入による業務改善、医療安全、経済効果等について、更に検討していく予定である。

O1-22-4
当院における期限切れ医薬品の廃棄金額減少に向けた取り組み
今田∙美里（いまだ∙みさと）、山本∙晃大（やまもと∙あきひろ）、山崎∙貴史（やまさき∙たかふみ）、西山∙沙耶香（にしやま∙さやか）、
林∙佳奈子（はやし∙かなこ）、齊田∙翌美（さいた∙あすみ）、鶴崎∙泰史（つるさき∙やすふみ）

NHO 東佐賀病院薬剤部

【背景】
当院における2022年度の期限切れ医薬品の廃棄金額は¥1,007,457であり、在庫はある
がほとんど処方されることのない、いわゆる“デッドストック”の薬剤が大きな問題となっ
ていた。また、様々な理由による医薬品の流通制限に対応するために予定より多く購入し
たことで、当院の適正在庫を逸脱している現状があった。
そこで、医薬品廃棄金額前年度比10％減を目標にデッドストックを減らす取り組みを実施
した。

【方法】
確認時点で使用期限が1年未満の医薬品をデッドストック薬剤として定義し、調査期間

（2023年4月～ 2024年3月）の廃棄金額が前年度の金額を下回るよう目標を設定した。従
前より実施していた薬事委員会及び医局会での案内に加え、新たに以下3つの取り組みを実
施した。
1：デッドストック薬剤の見える化によるスタッフへの意識付け、適正在庫数を表記
2：院内患者限定医薬品の在庫数について一覧表を作成
3：病棟業務を通じたデッドストック薬剤の医師への積極的な処方提案

【結果】
調 査 期 間 に お け る 医 薬 品 廃 棄 金 額 は¥646,404で あ り、 前 年 度 の 廃 棄 金 額 で あ る
¥1,007,457から約35％減少した。

【考察】
本取り組みにより、使用期限切れによる廃棄金額を大幅に減らすことができた。また、医
師や看護師へ周知したことにより、薬剤の供給状況や薬剤部内の在庫数量に対する関心を
得ることができた。
今回、使用期限が1年未満の医薬品についてデッドストックとして定義したが、使用期限に
よらず処方頻度の低い薬剤についても同様に取り組みを広げていくことで、今後さらなる
廃棄金額の減少が見込めると思われる。

O1-22-3
本部業務報告による自施設の状況把握と、後発品使用数量割合改善に向け
た取り組み
小沼∙大祐（こぬま∙だいすけ）1、小林∙賢司（こばやし∙けんじ）2、笠原∙孝宣（かさはら∙たかのり）1、寳福∙誠（ほうふく∙まこと）1

1NHO まつもと医療センター薬剤部、2NHO まつもと医療センター企画課

【背景】副薬剤部長に昇任し、施設からグループ本部への業務報告を行う立場となり、業務
改善を検討するにあたり、病院経営も考えて提案・実行が必要である。他施設との業務報
告の比較検討を行い、他施設に比べ自施設が弱い項目を挙げ、人的資源を投入しなくても
着手が可能、かつ病院に貢献できる項目について検討した。検討の中で、後発医薬品使用
割合（数量ベース）（以下使用割合）は関東信越グループ管内DPC病院において最下位であっ
たため、今回改善に取り組むこととした。使用割合は2023.4時点で85.6％であり、後発
医薬品使用体制加算（以下加算）2の算定継続も危ぶまれる状況であったため、今回、改善
に取り組んだ。【方法】院内の医薬品使用状況（数量ベース）を鑑みた切り替え品目の検討、
および薬剤委員会における積極的な提案を行った。また、切り替えた場合の医療材料費削
減額についても提示し、経済面においても働き掛けを行った。薬務担当者との共有を密にし、
切り替え決定から切り替え実行までの期間にタイムラグが極力生じないようにした。【結果】
2023.9に使用割合90％超えを達成、12月の後発薬追補収載により、使用割合は90％を
割り込んだ時期があったものの、2024.3時点では94.6％に達し、加算1が安定して算定
できる状況に改善した。令和5年度内に後発薬（バイオ後続品を含む）へ切り替えた30品目
において、先発品との差額は、全体で約3000万円、DPC患者において約2000万円（いず
れもレセプト請求ベース）となった。【考察】今回の結果より、業務報告より自施設の弱点を
把握することは、短期間で課題に取り組むことにつながり、限られた時間と人員の中で大
きな結果を出す上で重要であると考える。

O1-22-2
バイオ後続品使用体制加算の取得に向けた取り組み
小原∙直紘（おはら∙なおひろ）、森下∙拓哉（もりした∙たくや）、小田∙亮介（おだ∙りょうすけ）、丸山∙直岳（まるやま∙なおたけ）、
福田∙利明（ふくだ∙としあき）

NHO 京都医療センター薬剤部

【背景】令和6年度診療報酬改定で「バイオ後続品使用体制加算」が新設され、バイオ後続品
（以下、BS）の適正使用を促進し、患者に対する情報提供を向上させることが期待されてい
る。当院では高額なバイオ医薬品の使用量増加に伴う薬剤費増加の軽減策として、BS導入
に取り組んでいる。今回、バイオ後続品使用体制加算の施設基準や該当薬剤の切替えによ
る経済的効果を検証したので報告する。【方法】2023年5月～ 2024年4月の1年間におけ
るBS使用状況を施設基準で指定された薬剤群（使用数量割合が80％および50％以上を必
要とする2群）を対象に使用回数・使用数量・使用数量割合を調査し、基準を満たしている
かを評価した。同時に、加算対象となる月平均入院患者数を算出した。さらに、薬価ベー
スでの先行品と後続品の差額と使用数量を基にBS導入による薬剤削減費を算出した。【結
果】80％以上群は4成分該当で使用回数674回・使用数量1648・使用数量割合100％であっ
た。50％以上群は7成分該当で使用回数3310回・使用数量2902・使用数量割合58％であっ
た。加算対象となる入院患者数は約220名/月であった。薬剤削減費は該当成分で約9270
万円であった。【考察】今回の検証により施設基準を全て満たし、算定取得できることが確
認できた。当院の円滑なBS導入は主な使用診療科医師よりBS切替えの依頼を受け、医薬
品情報管理室でBSに関する情報を収集・評価を行い、薬事委員会でBS採用を決定する体
制が整備されているためであると考えられる。BS切替は大幅な薬剤費削減が得られ、今回
の加算を合わせると病院経営に貢献できるため、今後も継続してBS導入を推進したいと考
える。
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O1-23-3
リードレスペースメーカ植え込み患者の在院日数に関する検討
岡島∙裕一（おかじま∙ゆういち）1、森田∙有紀子（もりた∙ゆきこ）1、福岡∙雅浩（ふくおか∙まさひろ）1、
山本∙明日香（やまもと∙あすか）1、高橋∙広軌（たかはし∙ひろおき）1、木根∙佑奈（きね∙ゆうな）1、木村∙明香里（きむら∙あかり）1、
井上∙浩嗣（いのうえ∙こうじ）2

1NHO 相模原病院循環器内科、2NHO 相模原病院経営企画課

【背景】徐脈性不整脈に対して、最近ではリードレスペースメーカを植え込むことが多くなっ
ており、当院でも2022年度より同手技を行っている。リードレスペースメーカは、カテー
テル的にデバイス本体だけを右心室に植え込むデバイスで、ペースメーカ植え込み時のポ
ケット作成やリード植え込みの必要がなく、在院日数を短縮できる可能性がある。一方で、
永久ペースメーカ植え込み患者は年々高齢化しており、在院日数が伸びる傾向がある。今回、
リードレスペースメーカ植え込みによる在院日数への影響に関して検討した。【方法】2019
年4月より2024年3月までの5年間で、当院で新規で永久ペースメーカ植え込みを行った
患者について在院日数に関して検討を行った。【結果と考察】5年間で、新規に永久ペースメー
カ植え込みを行った患者は158例（男性：88例、女性70例）、平均年齢は81±9.2歳であ
り、そのうち、リードレスペースメーカ植え込み患者は36例（男性：21例、女性：15例）で、
平均年齢は86.6±4.3歳と、通常型ペースメーカ植え込み患者122例（男性：67例、女性：
55例、平均年齢80.5±7.8歳）に比し有意に高齢であった。通常型ペースメーカ植え込み
患者の在院日数の中央値は13日であるのに対し、リードレスペースメーカ植え込み患者の
在院日数の中央値は10日と短縮していた。一方、永久ペースメーカ植え込み患者の平均在
院日数については、17.7±16.5日であり、リードレスペースメーカ植え込みにかかわらず
不変であった。永久ペースメーカ植え込み患者において、リードレスペースメーカ植え込
みが在院日数を短縮させる可能性があるが、合併症を持つ患者においては、その影響は少
ないと考えられた。

O1-23-2
心房細動による急性下肢虚血に頻脈誘発性心筋症を合併した一例
松見∙信之介（まつみ∙しんのすけ）、武久∙佳央（たけひさ∙かおう）、堀内∙充（ほりうち∙みつる）、菊池∙健介（きくち∙けんすけ）、
日丸∙陽介（ひまる∙ようすけ）、菊池∙春香（きくち∙はるか）、廣部∙航平（ひろべ∙こうへい）、前田∙遼造（まえだ∙りょうぞう）、
塚本∙圭（つかもと∙けい）、斎藤∙貴士（さいとう∙たかし）、森∙文章（もり∙ふみあき）

NHO 横浜医療センター循環器内科

症例は67歳男性.左下肢の腫脹,冷感,呼吸苦を主訴に来院した.既往に高尿酸血症,高血圧
症があったが内服は自己中断していた.身体診察で起坐呼吸,左下肢の足背動脈の拍動の消
失と冷感を認め,心電図で頻脈性心房細動を認めた.下肢動脈超音波検査で左浅大腿動脈入
口部以遠の血流消失を認めた.加えて心臓超音波検査では心収縮能は著明に低下していた.
利尿行い臥床可能となった第2病日に冠動脈造影検査および下肢動脈造影行い,冠動脈病変
は認めず,左浅大腿動脈の閉塞を確認した.造影検査の際心不全による呼吸苦あり,長時間臥
床を保つことは困難であった.下肢閉塞は亜急性の経過であり心不全加療を優先することと
した.来院時より頻脈性心房細動持続しており,頻脈誘発性心筋症を疑い少量からβ遮断薬
開始した.利尿と心保護薬の導入を進め,第17病日,第24病日に下肢の経皮的血行再建を施
行し,左浅大腿動脈から後脛骨動脈経由し足底動脈まで血栓吸引行った.心機能低下に伴う
左室内血栓あるいは心房細動による左心耳血栓の飛散によるものと思われた.下肢の色調は
改善し,血圧脈波検査も改善を得た.第42病日に肺静脈隔離術および下大静脈三尖弁輪間峡
部ライン焼灼を施行し,洞調律となり,心収縮能の改善を得た.その後第65病日に独歩で自
宅退院となった. 
我々は今回心房細動による急性下肢虚血,および頻脈誘発性心筋症による重症心不全を合併
した1例を経験したので報告する.

O1-23-1
心房細動に対する新しいカテーテルアブレーション法：パルスフィールド
アブレーションの本邦初症例の経験
大崎∙慧（おおさき∙さとし）、井上∙耕一（いのうえ∙こういち）、余田∙拓海（よでん∙たくみ）、高木∙宏太（たかき∙こうた）、
兵庫∙隆司（ひょうご∙たかし）、水森∙祐樹（みずもり∙ゆうき）、村岡∙直哉（むらおか∙なおや）、大里∙和樹（おおざと∙かずき）、
鵜飼∙一穂（うかい∙かずほ）、家原∙卓史（いえはら∙たかし）、中村∙雅之（なかむら∙まさゆき）、大橋∙拓也（おおはし∙たくや）、
山根∙治野（やまね∙はるや）、尾崎∙立尚（おざき∙たつひさ）、三嶋∙剛（みしま∙つよし）、池岡∙邦泰（いけおか∙くにやす）、
安部∙晴彦（あべ∙はるひこ）、上田∙恭敬（うえだ∙やすのり）、是恒∙之宏（これつね∙ゆきひろ）、松村∙泰志（まつむら∙やすし）

NHO 大阪医療センター循環器内科

【背景】パルスフィールドアブレーション（PFA）は短時間パルスで高電圧をかけてパルス電
場を発生させることで細胞膜表面に無数の孔をあけ（エレクトロポレーション）、心筋細胞
を特異的に細胞死させる新しい機序のアブレーション法である。閾値を超えて不可逆なエ
レクトロポレーション（IRE）を受けた細胞は数時間から数日かけて細胞死に至る一方で、エ
レクトロポレーションを受けたものの閾値を超えなかった細胞の障害は可逆的である。心
筋細胞は食道や横隔神経、赤血球などの周辺の細胞に比べIREとなる閾値が低く、心筋細胞
のみを特異的に細胞死させることができる。これにより熱的影響により細胞の壊死を引き
起こす従来のアブレーション法で報告されていた横隔神経や食道障害の合併症を低減する
ことが期待されている。このPFAを用いた心房細動アブレーション用システムが2023年
12月に初めて本邦でも薬事承認された。【症例】本症例は薬事承認されたPFAを本邦で初め
て施行した症例である。今回用いたVARIPULSEは25-35mmの可変サイズのSpiralカテー
テルである。本症例の4本の肺静脈径は長径:12-22mmと全体的に小径であったが、肺静
脈内に挿入する事は可能であった。心房細動の基本術式である肺静脈隔離術を深鎮静下で
問題なく施行し、手技終了とした。また通電時の疼痛に関しても深鎮静下にてコントロー
ル可能であった。術後2日目に合併症なく退院となり外来での経過も良好である。PFAは
従来のアブレーション法で報告されている合併症を低減することが期待されており本症例
においても安全に施行することができた。しかし新しいアブレーション法であり今後も症
例を蓄積していくことが必要である。

O1-22-6
薬剤師の診療報酬査定対策へのアプローチ
内野∙達宏（うちの∙たつひろ）1、竹内∙正紀（たけうち∙まさき）2、梶田∙浩司（かじた∙こうじ）3、久方∙清文（ひさかた∙きよふみ）4、
古屋∙裕之（ふるや∙ひろゆき）1

1NHO 静岡てんかん・神経医療センター薬剤部、2NHO 静岡医療センター薬剤部、 
3NHO 静岡医療センター医事課、4NHO 三重中央医療センター管理課

背景　診療報酬は2年毎に行われる。静岡医療センターでは、薬剤師が診療報酬の医薬品
関連の査定対策に対して積極的なアプローチを開始したため、介入状況について報告する。
方法　2023年1月査定分より医薬品関連の査定内容を薬剤師が中心となり分析・評価・対
策・周知を行うこととし、介入前後1年間の査定率、医薬品査定項目数、医薬品査定金額な
どを調査した。さらに、薬剤師および医事課職員に対し診療報酬に対するアンケート調査
を実施した。結果　月平均の介入前査定率0.382％、医薬品査定項目数56.9件、査定金額
191.8千円、介入後は査定率0.389％、医薬品査定項目数68.9件、査定金額218.8千円で
あった。アンケート調査結果より、薬剤部からは担当者が診療費対策委員会に出席し査定
内容を薬剤部内に周知することで実際の査定内容がわかった、診療報酬の勉強方法がわか
らないなどが挙げられた。医事課からは査定について薬剤師に相談しやすくなった、適応
外使用に関して医師と協議をしてほしいなどが挙げられた。両部署共通の意見として薬剤
師の診療報酬知識不足は明らかであり、薬剤師に必要な知識であるとの意見があった。考
察　フィブリノゲン加第8因子組織接着用等の高額医薬品査定やキシロカインゼリー等の
少額医薬品査定項目数の増加により介入後の査定率などが増加したと考えられた。アンケー
ト結果より本取り組みが薬剤部のみでなく医事課など他職種からも高く評価されているこ
とがわかった。しかし、薬剤師の診療報酬に対する知識が不足しているのみでなく、勉強
方法がわからないという意見も多くみられたことより、臨床教育のみでなく診療報酬を教
育する体制をつくることが今後の課題である。
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O1-24-1
人工呼吸器管理された重症患者における高度救命救急センター退室時の
ICU獲得性筋力低下と握力の関係
吉永∙龍史（よしなが∙りゅうじ）1,2、百枝∙裕太郎（ももえだ∙ゆうたろう）3

1NHO 長崎医療センターリハビリテーション科、 
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療科学専攻理学療法学分野、3NHO 長崎医療センター看護部

【目的】
重症患者における集中治療室獲得性筋力低下（以下，ICU-AW）は，死亡率や歩行自立遅延
に寄与するため，その評価が重要である．ICU-AWの診断はMedical Research Council（以
下，MRC）スコアが用いられるが，全身6つの関節から四肢筋力を評価しなければならず，
臨床での測定は難渋する．一方で，握力は簡便に測定可能で全身の筋力と良好な関連を示
すが，本邦におけるICU-AWと握力の関係は不明である．
本研究の目的は，重症患者における退室時ICU-AWと握力の関係を明らかにすることとし
た．

【方法】
研究デザインは，前向き横断研究とした．対象は，高度救命救急センター（以下，ECC）で
48時間以上の人工呼吸管理された患者とした．
方法は，ECC退室時に測定に習熟した理学療法士がMRCスコアと握力を測定した．前者は，
Standard 5 Questionが満点，かつ肩外転・肘屈曲・手背屈・股屈曲・膝伸展・足背屈を
MMT合計60点とした．後者は，Jamar型ダイナモメーターを使用して肘屈曲90 度の座
位で，左右2回ずつの最大値を代表値とした．ICU-AWは，MRCスコア48点未満と定めた．
統計解析は，退室時のMRCスコアと握力の関係をSpearmanの順位相関係数で検討し，
ICU-AWにおける握力のcut off値を算出した．

【結果】
解析対象は，連続144例（年齢中央値73歳，人工呼吸器日数8日，ICU-AW 76例）であった．
ECC退室時の握力は，MRCスコアと有意な相関を示した（r = 0.853, p＜0.001）．握力
のcut off値は11.1kgであり，感度85.5％，特異度85.3％，曲線下面積0.933で良好な予
測能を示した．

【結論】
重症患者におけるICU-AWは，退室時の握力を用いることで評価の代替え手段として使用
できる可能性がある．

O1-23-6
ニンテダニブの開始後に急速に肺高血圧症が進行した肺気腫合併肺線維症
の症例
丸山∙秀和（まるやま∙ひでかず）1、錦井∙牧子（にしきい∙まきこ）1、加藤∙穣（かとう∙じょう）1、菊池∙教大（きくち∙のりひろ）2、
鈴木∙祥司（すずき∙しょうじ）1

1NHO 霞ヶ浦医療センター循環器内科、2NHO 霞ヶ浦医療センター呼吸器内科

肺気腫合併肺線維症（CPFE）の症例においてニンテダニブと関連する肺高血圧症（PH）はこ
れまで報告されていない。
症例は69歳の男性でCPFEの診断で当院呼吸器科に通院していたが、呼吸状態が悪化し入
院となった。KL-6 648U/mL。ニンテダニブを300mg/日を開始したところ肝酵素の上昇
が認められ、ニンテダニブ中止後に速やかに改善し200mg/日に減量して再開された。三
尖弁逆流圧較差（TRPG）は37mmHg、NT-pro BNPは17.7 pg/mLであった。ニンテダ
ニブ投与再開後4 ヵ月以内でKL-6は正常範囲内に低下したが、NT-pro BNPが増加し、呼
吸困難と疲労が進行した。投与再開7 ヵ月後に入院した。当科併診となり、NT-proBNP 
1048.2pg/mL、TRPG 80mmHgであり、CPFEの増悪を伴わないPHの急速な進行と判断
され、ニンテダニブが中止された。右心カテーテルで平均PAWP 6mmHg、PAP 50/23（平
均33）mmHg、PVR 602 dyne*sec/cm5であった。ニンテダニブ投与再開9 ヵ月後に肺
血管拡張薬の3併用療法が導入され、NT-proBNP 38.6pg/mL、TRPG 54mmHgに改善
した。ニンテダニブ投与再開25 ヵ月後の右心カテーテル検査では、PAP 35/18（平均25）
mmHg、PVR 274dyne*sec/cm5と安定していた。
ニンテダニブは、血管内皮増殖因子（VEGF）を含む複数のチロシンキナーゼ受容体に対す
る阻害剤であり、間質性肺疾患の進行を遅らせる。いっぽう、VEGF阻害剤と慢性低酸素
曝露の併用によってPHが引き起されることが動物モデルにおいて確立されている。CPFE
のようにPHが高率に合併する疾患での低酸素症例においては、ニンテダニブ継続/中止の
判断がその後の経過を大きく左右すると考えられた。

O1-23-5
多彩な症状を呈した膠原病性肺動脈性肺高血圧の治療経過
高橋∙信（たかはし∙しん）1、千葉∙実行（ちば∙のりゆき）2、肥田∙親彦（こえだ∙ちかひこ）1、高原∙政利（たかはら∙まさとし）3、
山田∙博之（やまだ∙ひろゆき）3、只左∙一也（たださ∙かずや）4、菅野∙智彦（かんの∙ともひこ）4、木村∙啓二（きむら∙けいじ）3

1NHO 盛岡医療センター循環器内科、2NHO 盛岡医療センターリウマチ科、 
3NHO 盛岡医療センター呼吸器内科、4NHO 盛岡医療センター内科

【症例】54歳女性。息切れと下腿浮腫を主訴に当院受診。その後,シェーグレン症候群合併
の肺動脈性肺高血圧の診断。初診時, 心胸郭比 56%, 心電図で右軸偏位, V2-6の陰性T波, 
心エコーは左室肥大, 左室拡張障害, 心室中隔の扁平化, TR moderate, TRPG 76mmHg
の肺高血圧, 心嚢液貯留を認めBNP 542.8pg/ml, KL-6 1878U/mLであった。造影CT
では肺動脈血栓塞栓はなく両肺下葉中心の間質性肺炎を認め, 呼吸機能検査は％ FVC 
60.7%, FEV1.0% 98.5%, %DLCO 34.9%で拘束性で肺拡散能低下を認めた。自己抗体
は抗SS-A抗体 164.3U/mL。6分間歩行は190m, SpO2 93→85%であった。初回治療
は, 肺うっ血と左室拡張障害の2群要素に対して酸素と利尿剤投与を行った。その後心臓カ
テーテル検査（RHC）を施行し, PA 68/35/43mmHg, PAWP 11mmHg, CI 1.61L/min/
m2, PVR 22.4WUの1群3群肺高血圧の所見を得た。肺血管拡張薬2剤（Macitentan, 
Selexipag）および免疫抑制療法（PSL, IVCY）の併用療法を開始した。3か月後のRHC は, 
PA 48/25/34mmHg, PAWP 13mmHg, CI 3.72L/min/m2, PVR 5.7WUであり治療に
反応した。その後, 腹痛, 下痢の遷延化を認めSelexipagからRiociguatに変更。経過中
に難治性心房細動を認めAmiodaroneを使用し, その後肺静脈隔離術を施行した。治療後
1年 のMacitentan 10mg, Riociguat 6.0mg, PSL 13mg, MMF 750mgで のRHCはPA 
59/31/36mmHg, PAWP 8mmHg, CI 2.36L/min/m2, PVR 6.43WUでありその後の改
善は認めていない。現在, Treprostinil吸入を導入し経過を見ている【まとめ】膠原病性肺動
脈性肺高血圧は, 1群, 2群, 3群肺高血圧が混在し多彩な症状を認めるため, 集学的な治療
が必要である。

O1-23-4
WPW症候群に心房細動を合併した一例
川下∙由靖（かわした∙よしのぶ）、井上∙洋平（いのうえ∙ようへい）、新里∙広大（しんざと∙こうだい）、下村∙光洋（しもむら∙みつひろ）、
合力∙悠平（ごうりき∙ゆうへい）、田栗∙明奈（たぐり∙あきな）、乗田∙侑毅（のりた∙ゆうき）、山口∙実佳（やまぐち∙みか）

NHO 嬉野医療センター循環器内科

【症例】60歳男性【主訴】動悸・胸痛【既往歴】高血圧・高脂血症・睡眠時無呼吸症候群【現病
歴・入院経過】X年4月8日15時頃より動悸・胸痛の症状が出現した。改善せず紹介医を受
診し、心電図でwide QRS regular tachycardia を認めたため当院循環器内科に紹介となっ
た。当院救急外来で施行した心電図検査にてwide QRS irregular tachycardia を認め、自
覚症状が強かったためアミオダロン＋オノアクトによる治療を行ったところ正常洞調律に
復帰した。その際Δ波を認め、原疾患にWPW症候群があることが分かった。X年5月14
日に佐賀大学医学部附属病院にてカテーテルアブレーションを施行し、以後発症すること
なく経過している。【考察】前医で心室頻拍頻拍疑いがあり、当院実施の心電図検査にて心
房細動を疑ったため抗不整脈薬による治療を行った。治療後正常洞調律に復帰した際にΔ
波を認め、原疾患にWPW症候群があることが分かった。WPW症候群は全人口の0.3%程
度にみられ、うち0.1%~0.15%/年の例が心房細動の合併により心室細動から突然死を起
こす危険性を孕んでいる。このことから心電図検査にてwideQRSを見た際に鑑別疾患とし
てWPW症候群を挙げるべきだと学んだ。　
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O1-24-5
集中治療室における人工呼吸器患者のリハビリテーションDoseと退院時
歩行自立との関連：多施設前向視研究
広田∙美江（ひろた∙よしえ）1、前田∙健一（まえだ∙けんいち）1、豊田∙拓郎（とよだ∙たくろう）1、松本∙侑己（まつもと∙ゆうき）2、
西埼∙武文（にしざき∙たけふみ）3、内藤∙裕治（ないとう∙ゆうじ）4、吉川∙友洋（よしかわ∙ともひろ）5、小柳∙穏（こやなぎ∙やすき）6、
佐藤∙直也（さとう∙なおや）7、矢野∙博義（やの∙ひろよし）8、渡辺∙伸一（わたなべ∙しんいち）9、大石∙一成（おおいし∙かずなり）10

1NHO 別府医療センターリハビリテーション科、2鹿児島市立病院リハビリテーション技術科、 
3NHO 西別府病院リハビリテーション科、4NHO 静岡医療センターリハビリテーション科、 
5NHO 北海道医療センターリハビリテーション科、6NHO 仙台医療センターリハビリテーション科、 
7NHO 埼玉病院リハビリテーション科、8NHO 水戸医療センターリハビリテーション科、 
9岐阜保健大学理学療法学科、10NHO 別府医療センター麻酔科

【背景と目的】早期リハビリテーションの有効性は数多く報告されているが， ICUにおけるリ
ハビリテーション（以下、リハ）の最適な指標は明らかでない．本研究は， ICU入室中のリ
ハの指標 と退院時歩行自立との関連性を明らかにすることを目的とした．

【方法】本研究は， 多施設前方視的観察研究（調査期間2022年9月から2023年3月）であ
る． 対象は日本の9つのICUに入室し， 48時間以上人工呼吸器管理の患者とした． ICU入
室中のリハ強度 ， 時間 ， 頻度 ， 離床までの日数 ， Dose を毎日評価した． 退院時歩行自
立 とリハ指標の関連性については， 多重ロジスティック回帰分析を用い， カットオフ値は
ROC 曲線を用いた．次に， Net Reclassification Index を使用して， Doseとその他のリ
ハ指標による AUCを比較した．

【結果】671例の登録患者のうち， 116例（歩行自立群65例， 非自立群に51例）を解析対象
とした． 単変量解析では， 平均MQS（p ＜ 0．001）， 人工呼吸期間（p ＜ 0．001）， ICU
滞在日数（p ＜0．001）にて両群間に有意差を認めた． 多変量解析では， 退院時の歩行自
立に影響する要因として， 平均MQS（オッズ比：1．32， 信頼区間1．13-1．55）， 離床開
始までの日数（オッズ比：0．86， 信頼区間0．82-0．99）が抽出された． DoseのROC
曲線カットオフ値は4．0であった（特異度0．89， 感度0．80， AUC 0．81）．AUCの比
較では， 平均MQS が他の指標と比較して有意に高かった．

【考察】人工呼吸器管理の患者におけるICU入室中のDoseは，退院時歩行自立と有意に関
連していた．Doseは、それぞれの指標を個別に評価するよりも，退院時歩行自立の予測と
して有用な可能性がある．

O1-24-4
Platypnea orthodeoxia syndromeが疑われた重症肺炎患者の理学療法
の経験
斉藤∙雅哉（さいとう∙まさや）1、青砥∙克哉（あおと∙かつや）2、菊池∙教大（きくち∙よしのり）3、鈴木∙祥司（すずき∙しょうじ）4

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2NHO 霞ヶ浦医療センター整形外科、 
3NHO 霞ヶ浦医療センター呼吸器内科、4NHO 霞ヶ浦医療センター循環器内科

【はじめに】Platypnea orthodeoxia syndrome（以下POS）は臥位で緩和され、直立位で
悪化する低酸素血症や呼吸困難感を特徴とする症候群であり、肺実質疾患によるPOSの報
告は極めて少ない。肺実質疾患に合併するPOSは換気血流不均衡や肺血管収縮の無反応が
原因と考えられており、これに対する理学療法の経験の報告は少ない。【症例・現病歴】来院
1週間前より感冒症状、呼吸困難感が増悪し、近医にてSpO2の低下が確認され当院へ紹介
受診となった。【治療経過・結果】当院入院後はステロイドパルス、酸素療法を開始した。徐々
に呼吸状態が悪化し、2PODよりNHFを開始した。一時的に画像所見は軽快したものの呼
吸状態は著変なく、14PODに人工呼吸器管理となった。リハビリテーションは2PODか
ら開始されたが、体動や姿勢変化によりSpO2の大幅な低下が見られたため、変動に合わせ
て身体機能の維持・向上、酸素化の改善も目的に実施された。呼吸状態は増悪の一途を辿り、
安静時頻脈やDICの合併により22PODに死亡退院となった。【考察】各症例報告ではPOS
の改善は非常に緩徐であり、酸素療法を漸減するためには長期間要するとされる報告が散
見される。姿勢変化を最小限に行う運動療法を実施できるデバイスも開発されており、運
動療法の方法について熟考させられた症例であった。【結語】本症例は死亡退院となったが、
POSの症状に応じて少量頻回の離床時間確保や運動療法の継続が必要であると考えられた。

O1-24-3
長期ICU在室となったが多職種連携でICU-AWの予防に奏功した症例
西澤∙奎太（にしざわ∙けいた）、梅景∙洋介（うめかげ∙ようすけ）、奥脇∙基（おくわき∙はじめ）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
集中治療後症候群の中でも身体機能障害を引き起こすIntensive Care Unit-Acquired 
Weakness（以下ICU-AW）は最も重要なカテゴリーとして注目されている.その中でも敗
血症患者はICU-AWが60％～ 100％の発生率であるとされている.今回ICU在室中の身体
機能維持のために理学療法士を中心とした多職種連携でICU-AWの予防に奏功した症例を
経験したため報告する. 

【症例紹介】
70歳代男性.X月Y日に呼吸苦・悪寒があり,敗血症性ショックにて当院入院. 

【理学療法評価】
Y+1日目意識清明,Manual Mussle Test（以下MMT）（右/左）：手関節伸展・肘関節屈
曲・肩関節外転・足関節伸展・膝関節伸展・股関節屈曲5/5,床上安静のため日常生活動作
はBarthel Index（以下BI）：40点. 

【経過】
Y+1日目より理学療法開始.床上にて筋力維持運動,寝返り動作練習を実施.また活動量の増
加を目的に看護師と協議し,筋力維持運動の病棟練習を実施.Y+7日目に心膜膿瘍と肺炎増
悪により呼吸状態の悪化.医師と協議の上,低負荷での筋力維持運動を継続し,病棟練習の内
容を一部変更して実施.Y+16日目より離床許可となり歩行練習を開始.Y+17日目に一般病
棟へ転棟.病棟での歩行練習を依頼.Y+36日目で歩行自立となる. 

【結論】
MMT（右/左）：手関節伸展・肘関節屈曲・足関節伸展・膝関節伸展・股関節屈曲5/5,BI：
40点から95点（歩行自立）. 

【考察】
多職種連携により筋力維持運動・歩行練習を実施し, ICU-AWの予防につながったと考える.

O1-24-2
ICU-AW予防のため早期歩行を開始した症例
桑野∙祐衣（くわの∙ゆい）、梅景∙洋介（うめかげ∙ようすけ）、奥脇∙基（おくわき∙はじめ）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
集中治療後症候群（post intensive care syndrome：PICS）はICU在室中などに生じる身
体機能・認知機能・精神の障害で,近年の救急・集中治療領域の重要な課題となっている.そ
の中でもICU-acquired weakness（ICU-AW）が運動機能障害の中でも最も重要なカテゴ
リーとして注目されており,早期からの離床や運動療法は,ICU-AWの予防効果としても期
待されている.今回,理学療法士を中心に多職種と連携し,運動療法を行い,ADL自立になっ
たため報告する.

【症例紹介】
90代男性.発熱,呼吸困難を認めた.肺炎球菌性肺炎と診断され当院入院となる.入院前ADL
自立.

【評価】
意識清明,Manual Muscle Test（以下MMT）手関節伸展・肩関節外転・膝関節伸展・股
関節屈曲3/3,肘関節屈曲・足関節伸展4/4 ,Functional Independence Measure（以下
FIM）49点（運動項目食事を除き1点）.

【経過】
Y＋4日より理学療法開始.安静時から頻脈を認めたが,運動時脈拍数140回/分までの指
示であり軽介助で立位保持まで実施.Y＋5日理学療法士1名,看護師2名で歩行器歩行開
始.その後はバイタル指示範囲内で運動負荷量を調整した.

【結果】
MMT肩関節外転・膝関節伸展・股関節屈曲3/3から4/4へ改善.FIM79点から111点（歩
行7点）。独歩で300歩行可能.

【結論】
今回,ICU在室中から歩行練習を行ったことで,ICU-AWに陥らず,早期のADL自立へとつな
がったと考える.
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O1-25-3
特発性肺線維症の予後因子としての血清IgAの意義～末梢血単球、血清
PDGFとの関連～
新井∙徹（あらい∙とおる）、香川∙智子（かがわ∙ともこ）、初田∙和由（はつだ∙かずよし）、広瀬∙雅樹（ひろせ∙まさき）

NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター

【背景】我々は抗MX1-IgA抗体陽性の特発性肺線維症（IPF）の予後が不良であることを示し
た（Arai T, et al Can Respir J 2022）。また、IL-10、TGF-βが協調して働くとIgA抗体
を誘導することが報告されている。【目的】IgA高値がIPFの予後不良因子となることを明ら
かにする。【対象と方法】2004年から2009年に気管支肺胞洗浄を行なって診断したIPFの
うち血清保存を行った71例（男性59、女性12）。IgAを含めて臨床パラメータの予後因子
としての意義をコックス比例ハザード法で検討する。血清PDGF、末梢血単球とIgAの相関
をSpearmanの順位相関係数で検討する。【結果】年齢中央値（IQR）67歳（61-72）、単球
388 /μL、FVC 76.5 ％（64.5-90.5）、IgA 307mg/dL（232-408）、PDGF 158 pg/mL

（64-466）。単変量コックス解析ではFVC、IgAは有意な因子であったが、単球は有意な因
子ではなかった。IgAは多変量コックス解析を用いてFVCで補正しても有意な因子であっ
た。IgAは単球数、PDGFと有意な相関を示さなかった。【結論】IgA高値はIPFの有意な予
後因子で単球とは異なる病態を反映する可能性が示唆された。

O1-25-2
間質性肺炎に対する吸入酸素濃度調整機能付呼吸同調器レギュレータを使
用した6分間歩行試験は低酸素血症に影響を与えるか
石光∙雄太（いしみつ∙ゆうた）1,2、上原∙翔（うえはら∙しょう）3、坂本∙健次（さかもと∙けんじ）3、渡邉∙倫哉（わたなべ∙みちや）3、
水津∙純輝（すいず∙じゅんき）4

1NHO 関門医療センターリハビリテーション科、2NHO 山口宇部医療センター臨床研究部院外研究員、 
3NHO 山口宇部医療センター呼吸器科、4山口大学医学部附属病院呼吸器・感染症内科

【諸言】間質性肺炎（IP）は慢性閉塞性肺疾患と比較し肺構造変化が著しく，労作時に強い低
酸素血症を呈することが報告される．労作時低酸素血症や低酸素血症に伴う呼吸困難感に
よる活動性低下は増悪因子とされる．活動性維持においては酸素ボンベの持ち時間は重要
な課題であるが呼吸同調器レギュレータ（同調器）を使用した場合，十分な吸入酸素濃度が
確保できず，低酸素血症が増悪するといった報告も見られる．そこで今回，IPの6分間歩
行試験（6MWT）において連続投与と比較して吸入酸素濃度調節機能付きの同調器である
Oxy Cubeを使用し，酸素濃度が従来よりも濃縮されるFIO2特化モードの使用が，酸素化
や自覚症状にどのような影響を与えるか調査を行った．【方法】2022年4月から2023年
12月までにIPの診断名があり，6MWTを酸素使用下で連続投与とFIO2特化モードを同一
酸素投与量で2病日以内に比較していた13例を対象とした．対象者属性は年齢75.5歳±
7.8，男/女比：11/2，肺機能では％ FVC65.6％±19.9，％ DLCO39.5％±17.6であっ
た．統計解析は改変Rコマンダーを用い，連続歩行距離（m），最低SpO2（％），最大PR（回），
呼吸回数（回），修正ボルグスケール（呼吸困難感・下肢疲労感）を対応のある差の検討で比
較した．本研究は山口宇部医療センターの倫理審査委員会の承認を得て実施した．【結果】
連続歩行距離：p=0.393、最低SpO2：p= 0.322，最大PR：p=0.308，呼吸回数結果p= 
0.212，呼吸困難感：p=0.121，下肢疲労感：p=0.210と統計的有意差を認めなかった．【結
語】Oxy Cubeを用いたFIO2特化モードは連続投与と同等の酸素化・自覚症状を維持でき
る可能性が示唆される．

O1-25-1
中枢神経障害を来したANCA関連血管炎の2例
高原∙政利（たかはら∙まさとし）、小原∙智子（おばら∙ともこ）、千葉∙実行（ちば∙のりゆき）、木村∙啓二（きむら∙けいじ）

NHO 盛岡医療センター一般内科/呼吸器内科

【症例1】73歳女性．X年7月上旬に近医で間質性肺炎を指摘され，精査目的に同年7月下旬
当院受診．受診時の血液検査で血清MPO-ANCA 91.5 IU/mlと高値であった．MPAを疑い，
同年8月上旬から全身ステロイドを開始した．しかし治療開始7日目に，四肢のしびれと
右上肢の脱力を認めたため頭部MRIを撮影したところ，左放線冠に急性の梗塞巣を認めた．
MPAによる中枢神経障害が疑われ，A病院へ転院し，直ちに抗血小板薬内服とステロイド
パルス療法が行われた．その後寛解し、現在PSL10mgまで減量し，独歩で外来通院してい
る．【症例2】70歳男性．既往に好酸球性副鼻腔炎，好酸球性中耳炎がある．Y年11月から
難治性気管支喘息としてICS/LABA/LAMA，全身ステロイド，抗IL-5抗体を投与していた．
Y＋3年3月中旬に両下肢のしびれを自覚し，同年3月下旬に外来を受診．末梢神経障害の
精査目的に同年4月上旬にB病院に入院し，EGPAと診断された．しかし入院当日の午後に
突然の意識障害，左共同偏視と右片麻痺を認めたため頭部CTを撮影したところ，左被殻出
血を認めた．血圧管理および全身ステロイドを増量し，免疫抑制剤も併用し治療を行った．
その後寛解を得たが，ADLが著しく低下し胃瘻管理となった【考察】ANCA関連血管炎によ
る中枢神経障害の出現頻度は少ないが，一般人口と比較するとその頻度は11倍とも報告さ
れている．早期の診断と速やかな治療開始の可否が患者の生命予後，機能予後に直結する．
今回我々は中枢神経障害を来したANCA関連血管炎の2例を経験したので，若干の文献的
考察を加えて報告する．

O1-24-6
当院救命救急センターに入院した救急科患者の入院関連機能低下の調査
吉川∙友洋（よしかわ∙ともひろ）1、加藤∙大悟（かとう∙だいご）1、安江∙祐玲（やすえ∙ひろあき）1、小原∙登（おばら∙のぼる）1、
松尾∙雄一郎（まつお∙ゆういちろう）1、藤岡∙純（ふじおか∙じゅん）2、村田∙明子（むらた∙あきこ）3、硲∙光司（はざま∙こうじ）4

1NHO 北海道医療センターリハビリテーション科、2NHO 北海道医療センター統括診療部、 
3NHO 北海道医療センター栄養管理室、4NHO 北海道医療センター救命救急科

【目的】当院救命救急センター（救命センター）に入室した救急科患者の入院関連機能低下
（Hospital associated disability；HAD）の発生率およびその特徴を明らかにすること。
【方法】後方視的観察研究とした。対象は2023年6月1日～ 2024年3月31日に救命セン
ターに入室し理学療法介入があった救急科患者とし、死亡退院、脳卒中/頚髄損傷/骨盤・
下肢骨折/心停止蘇生後患者、入院継続中、入院前Barthel Index（BI）の歩行0点の患者は
除外した。入院前に比べ退院時BIの歩行が5点以上低下している場合をHADと定義した。
カルテより人口学的情報、リハビリテーション経過等を収集した。統計解析はHADの有無
で単変量解析およびロジスティック回帰分析を行い、有意水準は5％未満とした。

【結果】解析対象152例のうち52例（34.2％）にHADを認めた。HAD群は非HAD群に比べ
高齢（中央値76.5歳vs73歳、p=0.031）、入院前フレイル（Clinical Frailty Scale 4vs4、
p=0.008）、リハビリ開始時BIが低く（5vs10、p=0.019）、救命センターから転棟時BI
が低く（25 vs75、p＜0.001）、入院日数が延長（30日vs16.5日、p＜0.001）していた。
ロジスティック回帰分析により、年齢、入院前フレイル、入院日数で調整後も救命センター
から転棟時BIがHADと有意に関連していた（OR0.948、p＜0.001）。

【結論】当院救命センターに入室した救急科患者のHAD発生率は34.2%であり、転棟時の
ADLがHADと有意に関連していた。
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O1-26-2
「めぐみの部屋」活動報告～看護職員が自分らしく就業を継続できる職場環
境を目指して～
斉藤∙昌子（さいとう∙まさこ）、松本∙温子（まつもと∙あつこ）、太田∙恵子（おおた∙けいこ）

NHO 長崎医療センター教育センター

【背景】看護職員が自分らしく就業を継続できる職場環境の醸成に向け、令和3年度より「め
ぐみの部屋」を開設した。気持ちが落ち込んだときや困ったとき、気軽に話せる相談窓口を
コンセプトにめぐみの部屋を運営している。今回、めぐみの部屋開設から3年間の活動を報
告する。【活動内容】令和3年度～ 5年度の3年間における相談件数は32件、相談者の総数
は延べ35名であった。相談内容で最も多かったのは人間関係に関すること18件、次いで
辞職に関すること8件、看護実践に関すること4件、学習に関すること1件、経過報告1件
であった。令和3年度の相談内容は、辞職に関する相談内容が最も多かったが、令和4年度
より、悩みはあるものの就業を継続するためにはどうしたら良いか、あるいは、辛い気持
ちを吐き出して楽になり、職場に戻りたいといったポジティブな相談内容へと一部変化を
認めた。また、相談者本人ではなく、所属部署の看護師長または先輩看護師など、周囲の
人々から促され面談に繋がるケースもみられるようになった。相談者は1年目看護師17件
が最も多く、社会人への移行期特有の困難感や悩みを抱えていた。1年目看護師の相談時期
は8月が最も多く、この時期は職場の環境に慣れ始めた時期であり、夜勤開始後とおおよそ
一致する。相談件数は年々増加の傾向にあり、令和5年度は、めぐみの部屋を開設した令和
3年度の2倍の件数となっている。以上より、めぐみの部屋の認知度は高まっており、看護
職員の就業継続の一助となっている可能性があることが示唆された。【今後の展望】今後も、
ひとりでも多くの看護職員が自分らしく就業を継続できるよう、めぐみの部屋を運営して
いきたい。

O1-26-1
当院における休職者に対する職場復帰支援への取り組みについて
吉田∙和朗（よしだ∙かずろう）

NHO 長崎病院産業医

職場復帰支援とは傷病等により長期休業していた労働者の復職のための支援活動です。身
体疾患のみならず最近ではメンタル不調からの職場復帰支援が増加しており、厚労省から
は2004年にガイドラインが提示され各事業所での体制の整備が求められているところで
す。
職員の円滑な職場復帰や再適応を支援することは、病院経営にとって貴重な労働力の維持・
活用を計るという観点からも極めて重要な課題といえます。
当院は元国立療養所で障碍者病棟+重心病棟で280床、職員330名程度（常勤290名程度）
の施設です。常勤産業医1名（ペーパーワークやスケジュール調整など事務職の応援あり）
で対応しており、休職者が復職を希望され主治医等から許可された段階で面談を開始し、
必要に応じてさまざまな勤務軽減措置や、ストレス判定などを行い復職を継続的に支援し
ております。
当日は当院で経験したケースの提示や、他のNHO施設での良好事例・活動状況の調査結果
などを交えた情報提供を行う予定です。

O1-25-5
呼吸器疾患症例の肺酸素化能に関する生理学的機序の検討
川崎∙竹哉（かわさき∙たけや）、兵頭∙健太郎（ひょうどう∙けんたろう）、斎藤∙武文（さいとう∙たけふみ）

NHO 茨城東病院胸部疾患療育医療センター呼吸器外科

【背景】慢性呼吸器疾患の急性増悪時は、多くの例で急性過換気を示す。それら症例の多くは、
肺胞気動脈血酸素分圧格差（A-aDO2）開大を伴う安静時低酸素血症を示し、その主たる機
序は換気血流比（VA/Q）不均衡である。一方で、労作時の低酸素血症には拡散障害による
血液と肺胞内ガスとの接触時間の減少、局所の肺胞低換気が影響するとされる。自験例に
おいて、呼吸器疾患症例を対象に労作時酸素化能が悪化する呼吸生理学機序について考察
したため報告する。【目的】呼吸器疾患症例を対象に、動脈血液ガス分析値とSpO2値から、
労作時の酸素化能に与える呼吸生理学的機序を検討する。【方法】2022年11月～ 2024年
4月に呼吸器外来を受診し入院となった連続319例の安静時の動脈血液ガス分析値、安静
時と労作時のSpO2値を比較検討した。【結果】各疾患の安静時のPaO2・A-aDO2（mmHg）、
安静時・労作時のSpO2（%）は間質性肺疾患85.8±29.6・18.4±24.7、95.7±4.6・
88.5±10.0、COPD77.8±20.2・23.7±25.7、94.9±7.0・86.8±13.4、肺NTM症
88.0±16.5・12.5±16.7、97.3±2.6・93.6±5.2、胸部異常陰影94.2±24.2・11.3
±15.2、97.4±2.4・93.4±4.2、 胸 水 貯 留80.0±18.7・26.5±22.2、96.0±2.8・
90.8±6.1であった。【考察・結語】間質性肺疾患では肺胞内ガスとの接触時間の減少が、気
腫型COPD、胸水貯留では同部位の換気低下が労作時の酸素化能の低下に影響している可
能性が示唆された。

O1-25-4
喘息患者における咳嗽症状と耳道の関連について
上村∙光弘（かみむら∙みつひろ）1、御子柴∙颯季（みこしば∙さつき）1、安部∙由希子（あべ∙ゆきこ）1、土屋∙麻耶（つちや∙まや）1、
塚本∙香純（つかもと∙かすみ）1、毛利∙篤人（もうり∙あつと）1、山名∙高志（やまな∙たかし）1、大野∙慶子（おおの∙けいこ）2

1NHO 災害医療センター呼吸器内科、2NHO 災害医療センター耳鼻咽喉科

（目的）外耳道の刺激により咳嗽が誘発されるArnold’s nerve cough reflex（ANCR）は慢
性咳嗽患者において頻度が高いとされる。一方、耳道掻痒感と咳嗽増悪が同期したり、ア
レルギー性鼻炎の増悪が耳道掻痒感を誘発したりする現象が経験される。我々はANCRを
中心に耳道が関与する咳嗽の実態を調査した。（方法）当院に通院中の喘息患者70名に対し、
耳掃除によるANCR誘発の既往、咳嗽・喘息の増悪と連動する耳道掻痒感の既往（耳道掻痒
関連咳嗽）、花粉症の関与につき聞き取り調査した。（結果）70名のうち、ANCRがみられ
た患者は25名（35.7％）であった。そのうち耳道掻痒関連咳嗽があったものは9名（36.0％）
であった。ANCRのない患者45名では8名（17.8％）であり、ANCR陽性群で多い傾向が
みられた（p=0.0885）。花粉症合併患者47名では、ANCRがみられた患者18名において
花粉症増悪で耳道掻痒感が誘発されるものは7名（38.9％）であった。ANCRのない患者29
名では5名（17.2％）であり、ANCR陽性群で多い傾向がみられた（p=0.0980）。また、果
物摂取で喉とともに耳道が痒くなり咳も出るなど咽喉頭と耳道の関連が示唆されたり、冷
気吸入・寒暖差・台風・低気圧で耳道が痒くなり咳が誘発されるなど天候・環境により耳
道掻痒と咳嗽が誘発されたりする現象が確認された。（結論）ANCRは喘息患者で高頻度に
みられ、耳道掻痒関連咳嗽や花粉症増悪時の耳道掻痒感の出現に関与している可能性があ
る。耳道と喘息症状との関連をさらに検討していくべきと考えられた。
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O1-27-2
患者のニーズに合わせたICTの活用と入退院支援センターの業務の効率化 
―スマートフォンのLINE機能を活用した情報提供―
浅子∙久美子（あさこ∙くみこ）、小川∙春奈（おがわ∙はるな）、井上∙靖子（いのうえ∙やすこ）、福島∙龍貴（ふくしま∙たつき）、
笠原∙正寛（かさはら∙まさひろ）、島田∙大暉（しまだ∙だいき）

NHO 東京医療センター看護部病床管理室

【はじめに】当院は、今年1月よりスマートフォンのLINE機能を活用した『ポケさぽ』を導入
している。『ポケさぽ』は、患者と病院がLINEで繋がることにより、入院案内の内容を画像
やメッセージで見ることができ、患者の質問に対し返答ができるICTシステムである。これ
まで入退院支援センターでは、1日40 ～ 50名の患者に対し、1人当たり30 ～ 60分かけ
入院案内を行ってきた。また患者は、一度の入院案内で、多くの情報を理解し整理したう
えで入院日を待つことになる。『ポケさぽ』導入による新たな患者との繋がり方と入退院支
援センター業務の効率化に向けた取り組みを報告する。【報告】これまで、入退院支援セン
ターでの入院案内は、案内用紙を用い説明を行っていた。何種類もの説明を理解すること
は患者にとっても大変な作業である。入退院支援センターを訪れる患者を調査すると、約
80％はスマートフォンを保有し、そのうちの約85%がLINEを活用していた。高齢患者も
LINEを活用している方は多く、入退院支援センター『ポケさぽ』を導入することで、患者は
入院までの期間に、動画やメッセージで繰り返し入院の生活の確認ができるようになった。
また、入退院支援センターでは、患者の不安や疑問に対し、『ポケさぽ』のLINE機能で、個
別に早期対応を行っている。LINEでの配信は、予定入院患者から産科の入院案内に拡大を
しており、今後は検査説明を配信する予定である。『ポケさぽ』登録件数は月240件程度あ
り、配信メッセージ数は2000件を超えている。確認できる情報は患者自らLINEで確認し、
患者の個別性に応じた情報提供や質問への返答により、患者と協働した医療・看護の実践
に繋がっていると考える。

O1-27-1
文書システムのシステム更新におけるデータ損失の問題点
上田∙郁奈代（うえだ∙かなよ）1、森崎∙宗一郎（もりさき∙そういちろう）1、帖佐∙晴美（ちょうさ∙はるみ）1、
石井∙紀子（いしい∙のりこ）1、真弓∙奈都美（まゆみ∙なつみ）1、櫻井∙理紗（さくらい∙りさ）2、政岡∙祐輝（まさおか∙ゆうき）1、
平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）1,2

1国立循環器病研究センター医療情報部、2国立循環器病研究センター情報統括部

【はじめに】
国立循環器病研究センターでは2019年の病院移転に伴い、電子カルテを含む病院情報シス
テムを更新した。文書システムベンダーも変更となり、データ移行はPDFのみで参照はで
きたが編集や引用ができず、全て新規作成となったため、医師の業務負担軽減のためプリ
セットセンターを設置するなど多くの労力を割く結果となった。
また、過去データ抽出ができない状態となり、この点も重大な損失であった。

【問題点】
新システム稼働後4年が経過し、システム更新の検討を開始している。現在は機能毎に複数
ベンダーの文書システムを使い分けているが、次期は文書システムを統合する計画を立て
ており、再度ベンダー変更等によるデータ移行の問題がある。

【方法】
当センターでは2019年システム稼働時に統合データベースを構築した。稼働以来、病院情
報システムのほぼ全てのデータ、特に文書は記載された文字や数値のデータも収集してい
る。そこで今回、文書システム間のデータ移行ではなく、統合データベースを介した文書
システムへのデータ移行により、前回更新時の課題を解消できると考えている。
しかし、文書は種類が膨大で、稼働後4年以上経過しているため、作業量や移行後の使用文
書を考慮し、データ移行の範囲を十分検討する必要がある。

【まとめ】
病院情報システム更新時、どのシステムでもデータ移行は非常に大きな問題である。病院
側としては、日々蓄積された貴重なデータを次のシステムでも適切に扱えるよう、移行さ
れることを強く願う。
当センターも計画段階ではあるが、前回更新時の問題点を踏まえ、貴重なデータの損失を
最小限にし、ユーザー側に負担少ないデータ移行が行えるよう、進める。

O1-26-4
虐待防止セルフチェックシートと心理的安全性に関するアンケート結果報告
田嶋∙郷（たじま∙ごう）1、會田∙隆志（あいた∙たかし）5、矢内∙直美（やない∙なおみ）1、佐川∙修（さがわ∙おさむ）1、
白石∙静（しらいし∙しずか）2、菊地∙典子（きくち∙のりこ）2、佐藤∙志奈子（さとう∙しなこ）2、川村∙麻紀子（かわむら∙まきこ）2、
沖津∙まゆみ（おきつ∙まゆみ）2、村上∙美佳（むらかみ∙みか）2、渡邊∙幸輝（わたなべ∙こうき）3、本村∙拓哉（もとむら∙たくや）3、
櫻田∙直規（さくらだ∙なおき）3、鈴木∙栄（すずき∙さかえ）4、石井∙亜紀子（いしい∙あきこ）5

1NHO いわき病院療育指導室、2NHO いわき病院看護部、3NHO いわき病院事務部、 
4NHO いわき病院循環器内科、5NHO いわき病院脳神経内科

【目的】当院では、虐待防止対策委員会が中心となり虐待防止や働き方に関するチェックリ
ストを定期的に実施していたが、結果の分析や対策が不十分だった。今回は新たに実施し
た心理的安全性に関する調査結果と共に、チェックリストの結果を分析した経過を報告す
る。【方法】心理的安全性に関する7項目5段階評価（35点満点）のアンケートを実施し、部
署および年代ごとに傾向を調査した。 更に虐待防止セルフチェックの「サービス」「やる気」

「体調」についての自由回答結果をテキストマイニング用いて解析した。【結果】心理的安全
性に関するアンケートの全体平均は25.56であった。最も高い部署が31.5、最も低い部署
が19.33であり、また、少人数の部署ほど平均が高い傾向となった。年代別では経験年数5
年未満が一番高く、次が6 ～ 10年の順となり、若年層の心理的安全性が高いことが示唆さ
れた。その一方で11 ～ 15年、16 ～ 20年の順に低下し、中間層は最も低い傾向が見られ
た。チェックリストのテキストマイニングの結果、サービスの項目では『ケア』『業務』の言
葉が多く見られ、やる気に関する項目では『業務』『多い』『雰囲気』の言葉が多かった。体
調に関する項目では『疲れ』『不眠』『人間関係』に関する項目が多く『プライベート』という
記載も見られた。【考察】心理的安全性が低い職員は業務の負担感や人間関係に悩みを抱え
ている可能性があり、また、私生活の影響の可能性も否定できない。一方で少人数の部署
の心理的安全性が高いことから、働きやすさが結果に影響している可能性がある。この結
果を踏まえ、『業務分担』『相談体制』の問題を共有し、職場環境の改善や虐待防止に努めて
いきたい。

O1-26-3
職員のメンタルヘルス不調と産業医活動［当院の現況と課題］
横浜∙吏郎（よこはま∙しろう）

NHO 旭川医療センター消化器内科

【目的】職員のメンタルヘルス不調は、本人の健康とQOLを損ねるだけではなく、職場環境
にも長期に渡って悪影響を及ぼす。本研究では当院の職員に生じたメンタルヘルス不調を
調査し、産業医面談の現況と課題について検討した。【方法】2019年から2023年までの5
年間に産業医面談の依頼があったメンタルヘルス不調に関する事例を対象とした。各事例
の背景、疾患名、症状、原因、専門医の診療、産業医面談と対応、専門医/所属部署/家族
との連携、臨床経過と予後を調査した。【成績】15事例に介入し、134回の面談を行った。
当院のメンタルヘルス不調は3 ～ 6月に多く発症し、性別では女性が、職種では看護、事
務が多数を占めた。過去に精神障害を診断された事例、家庭環境にトラブルを抱えた事例
が複数含まれており、対人関係のトラブル、入職/転勤/配置転換、職務の負担をきっかけに、
メンタルヘルス不調が悪化/再発した。発症から産業医面談まで平均で半年強を要し、本人
の希望やストレスチェックから面談に至った症例はなかった。産業医の対応は、傾聴、勤
務時間/休職の調整、職務/職場環境の調整、主治医との連携、処方に区分された。措置の
多くは有効であったが、一部の事例で専門医との連携や家庭環境の把握が不充分であった。
予後は様々であるが、背景に精神障害のある事例は難渋することが多かった。【結論】当院
に勤務する職員のメンタルヘルス不調では性別、所属部署、発症時期、難治例の背景に特
徴がみられた。産業医面談はメンタルヘルス不調の解決に有用だが、職場でのセルフケア、
活動の周知、専門医との連携、家庭環境の把握が課題とされた。
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O1-28-2
看護職員の職務満足度向上のために副看護師長としてできること
武田∙由美（たけだ∙ゆみ）1、石川∙麻衣（いしかわ∙まい）1、石井∙広美（いしい∙ひろみ）1、山嵜∙乃梨子（やまざき∙のりこ）1、
澤田∙多恵（さわだ∙たえ）1、關∙一紗（せき∙かずさ）1、平井∙隆行（ひらい∙たかゆき）2

1NHO 西埼玉中央病院看護部、2NHO 甲府病院看護部

【背景】看護職員の離職を防止するためには、看護職員が働きがいを感じ、職務満足度を向
上させる必要がある。副看護師長は管理職であるが、看護職員の職務満足度の現状につい
て把握しておらず、離職の原因が明らかになっていない。そこで、看護職員の職務満足度
について現状を調査する必要があると考えた。【目的】看護職員の職務満足度の現状を明ら
かにし、副看護師長としてできることを考える。【方法】2024年8月、A病院看護職員を対
象に、従業員の会社に対する愛着心や思い入れを表すエンゲージメントの測定指標である
12項目について、自記式質問紙調査を実施した。【結果・考察】有効回答率は92.7%であり、
経験年数の中央値は8（0-40）年、平均値は5.8年であった。看護職員らは、仕事について
学び、成長する機会があると感じる一方で、職場で得意なことをする機会が与えられてい
ないと考えていた。学ぶ意欲や機会はあるが、自分の立ち位置や将来について悩んでいる
のではないかと推測された。また、上司や同僚が自分を気にかけてくれたり、成長を促し
てくれたりしていると感じていた。その一方で、経験年数が高い職員ほど、よい仕事をし
たと認められていないと感じていた。経験年数の低い職員に対しては、ケアの実践につい
て先輩からのフィードバックの機会が多くある。しかし、経験年数が高いほど承認される
機会が減少しているのではないかと考えられた。看護職員の職務満足度向上のために副看
護師長としてできることと考えられたことは、将来の目標設定に積極的に関わりを持つこ
とや、看護職員の行動や考えの具体的な内容について褒める組織風土の形成である。

O1-28-1
中堅看護師が副看護師長に期待する承認行為―フォーカスグループインタ
ビューを通して―
三浦∙直也（みうら∙なおや）、木村∙久美子（きむら∙くみこ）、原田∙伴子（はらた∙ともこ）、濱里∙弥生（はまさと∙やよい）

NHO 帯広病院看護部（重症心身障がい児者病棟）

【はじめに】中堅看護師は高い臨床実践能力をもち、病院組織において中核的な存在である。
A病院過去の離職状況では卒後3 ～ 5年目看護師（以下、中堅看護師）の離職割合が多かっ
た。中堅看護師が副看護師長に期待する承認行為を明らかにすることで、中堅看護師のや
りがいを高め離職を思い留まる一助としたい。【目的】A病院の中堅看護師が副看護師長に
期待する承認行為が受けられているか明らかにする。【方法】フォーカスグループでの半構
造化インタビューで得られたデータから逐語録を作成しコーディング、KJ法を用いてカテ
ゴリー化する。【結果】4つのカテゴリーに分類され、存在承認に関するコードが63％、行
動承認が26％、成長承認が6％、結果承認が5％だった。その中でも存在承認に関するコー
ドで十分に受けた「存在承認」が63％だった。十分に受けられなかった「存在承認」37％の
うち、74％が卒後4年目看護師であり、中でもサブカテゴリー {気にかけてもらえていない}
が80％だった。卒後4年目看護師には十分に受けた「存在承認」以外の承認行為に関するコー
ドは無かった。【考察】中堅看護師は副看護師長に期待する承認行為として「存在承認」を最
も期待しており、このことによって自己肯定感を高めることに繋がっていると言える。一方、
卒後4年目看護師に十分に受けられなかった「存在承認」が目立った。責任のある仕事が増
える一方で不安があり気にかけてほしいと期待していることが考えられる。このことから、
経験年数に合わせ意図的に存在承認を積み重ね、中堅看護師との信頼関係を築いていくこ
とで、副看護師長の関わりが意味のある承認として受け入れられると考える。

O1-27-4
退院時サマリ完成率の向上・維持に向けた督促業務の変化
真弓∙奈都美（まゆみ∙なつみ）1、平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）1,2、上田∙郁奈代（うえだ∙かなよ）1、
森崎∙宗一郎（もりさき∙そういちろう）1、帖佐∙晴美（ちょうさ∙はるみ）1、石井∙紀子（いしい∙のりこ）1、
一瀬∙貴宏（いちのせ∙たかひろ）1、尾崎∙大樹（おざき∙たいき）1、松井∙佐都美（まつい∙さとみ）1

1国立循環器病研究センター医療情報部、2国立循環器病研究センター情報統括部

【はじめに】
診療録管理体制加算1の算定要件として、退院時サマリ（以下、サマリ）は退院翌日を起算
日とし14日以内の完成率が9割以上が求められている。当院の14日間完成率は2024年5
月は99％であるが、2015年度は最低65.8%と算定基準を満たすことが難しい状況であっ
た。
退院時サマリの完成率の改善に向けた取り組みと、完成率を維持し続ける為の督促業務に
ついて報告する。

【方法】
2016年4月に医師へ個別連絡（メールと電話）に加え、毎週未完成サマリ件数を承認医師
にメールでの配信を開始した。同年9月からは、退院10日目以降の未完成サマリ一覧を主
治医、担当医の実名入りで医局掲示版などへ掲示を開始した。また、3か月連続して100％
達成の診療科は実名掲示を行わないなどルールを見直しながら2022年度末まで継続した。
2023年度からは、督促業務負担の軽減の為医局掲示板への掲載を中止し、メール督促は
RPAによる自動化を行った。

【結果】
2016年4、9月に督促業務を変更したところ同年7月以降は98%前後を維持できている。
しかし、2023年6月に督促を中止し電子カルテ掲示板のみの掲示に切り替えたところ、7
月に94.5%にまで完成率が落ち込んだ。その為、個別督促を再開している。メール督促の
業務に診療情報管理士1名が、1日1時間程度かかっている為、RPAを同年10月より導入、
1日のメール督促は20分程度と負担軽減ができている。
しかし、督促を緩和すると完成率が落ち込む為、継続的な取り組みが必要であった。なお、
督促によりサマリの記載有無の判別をしていた可能性がある。

【結語】
サマリ完成率の改善に向けた取り組みを報告した。今後、督促業務を緩和しても完成率を
維持できる方法を検討したい。

O1-27-3
病院情報システムのデータを活用した診療記録の量的点検について
石田∙知里（いしだ∙ちさと）、大羽∙和代（おおば∙かずよ）

NHO 名古屋医療センター事務部企画課

【目的】当院では年2回、医師および診療録監査チームにより無作為に抽出した入院症例を
点検する質的点検は実施している一方で、診療記録にあるべき記録の欠落の有無を確認す
る量的点検については退院時要約のチェックのみに留まっていた。病院情報システムが普
及している状況下において、電子カルテに記載されている項目からデータ抽出し活用する
ことにより全症例に対する量的点検の実施が容易になったため報告する。【方法】はじめに、
確認する項目の洗い出しを行い、電子カルテのDWHからの抽出可否を選別。次に、富士
通製電子カルテのオプション機能GRIDを用いて、「入院診療計画書の作成の有無」、「手術
記録の有無」、「退院時要約の有無」を一覧で抽出。診療録記載状況については「入院患者情報」
と「電子カルテの診察記事」を紐づけた。また、死亡日時の相違の確認については、文書管
理システムの死亡診断書と退院実施日時が登録されている情報をaccessで突合し、一覧で
表示させ、相違がある場合は修正を行った。【結果】各項目の診療記録の有無が把握可能と
なったため、毎日の診療記録の有無では診療科毎に記載率を算出、退院時要約は医師毎に
未記載件数を病院情報システムTOPページに載せフィードバックを行うことが可能となっ
た。但し、部門システムで取り込みを行った同意書のサイン有無の項目は一括での抽出が
難しく、一覧から目視での確認作業を要する点は課題。【考察】診療記録の量的点検は全症
例を目視で確認するのは限界がある。DWHのデータを活用することにより、効率的かつ網
羅的に診療記録記載状況を把握することが可能となったことは大変有用であると考える。
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O1-28-6
看護師長の育成　～ CREATE評価から見える課題～
坪井∙奈巳（つぼい∙なみ）1、野々川∙陽子（ののかわ∙ようこ）2、越中∙のりこ（こしなか∙のりこ）3、濱中∙陽子（はまなか∙ようこ）4、
岡山∙容美（おかやま∙ひろみ）5、田中∙誠也（たなか∙せいや）6、木ノ下∙智康（きのした∙ともやす）6

1国立駿河療養所看護課、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校（前国立長寿医療研究センター）、 
3NHO 長良医療センター（前NHO 医王病院）看護部、4NHO 医王病院（前NHO 榊原病院）看護部、 
5NHO 富山病院（前NHO 北陸病院）看護部、6国立長寿医療研究センター先端医療開発推進センター

【目的】看護師長の看護管理能力を把握し、今後の教育への課題を明確にする。【方法】＜調
査期間＞ 令和4年9月～令和5年1月＜対象者＞ 東海北陸グループ内5施設の看護部長等
5名、看護師長39名＜調査方法＞ 自記式質問紙調査　調査項目として1.看護師長の属性
2.CREATEの存在の認知3.CREATEの評価項目に沿い、看護師長、看護部長等がそれぞれ
評価を実施4.自己評価と他者評価の違いから課題の明確化 ＜分析方法＞基本属性・カテゴ
リー共に基本統計量を算出し、自己評価と他者評価を比較。【結果・考察】＜師長属性＞平均
年齢 51.8歳、性別は男性18.0％、看護師経験年数は平均28.0年、副看護師長経験年数は
平均 6.4年、看護師長経験年数は平均6.5年、看護師長経験部署数は2カ所11名、1カ所8
名、3･4カ所各5名、経験部署は病棟が92.3％と最も多く、外来、医療安全、教育、手術室、
地域医療連携室の順。約75％が3年課程卒業で、管理研修はファースト8名、セカンド3名、
サード1名が修了。CREATEの認識は87.2％であった。自己評価では他部門との協働、組
織分析を含む〈組織管理能力〉、対人関係の構築力を含む〈自己開発力〉に常時支援が必要と
感じていた。他者評価では全体的に自己評価と比較して、常時支援が必要と考えているこ
とがわかった 。その中でも常時支援が必要と考えているのは、自己の管理活動をリフレク
ションし自己理解をすること、自己評価と同じ他部門との協働、自部署の倫理的課題を明
確にし改善に取り組むことであった。今回は5施設に限定しての調査であったため、対象を
全国の国立病院機構へ拡大していきたい。

O1-28-5
「関係の質」向上のための取り組み～看護管理者の意識・行動変容に着目し
て～
高山∙有美子（たかやま∙ゆみこ）、中村∙千夏子（なかむら∙ちかこ）、金子∙弘美（かねこ∙ひろみ）、安部∙将陽（あべ∙まさはる）、
小形∙和輝（おがた∙かずき）、原∙海夏（はら∙みか）、今村∙亜由美（いまむら∙あゆみ）、久田∙翔太（ひさた∙しょうた）、
石浦∙めぐみ（いしうら∙めぐみ）、筒井∙三記子（つつい∙みきこ）、西山∙ゆかり（にしやま∙ゆかり）

NHO 九州医療センター看護部

【はじめに】新採用者の離職率が全国平均を上回った現状に対し、組織の成功循環モデルの
「関係の質」に着目し、看護管理者が自部署の「関係の質」向上に取り組んだ。【目的】看護管
理者が自部署の「関係の質」について考え、行動することで「関係の質」向上を目指す【方法】1．
看護師長に対し組織の成功循環モデルについて学習会を実施2．職員同士が良いところや感
謝を伝え合うリスペクトツリーを実施3．全職員対象とした現状に対するアンケートを実施
4．看護管理者が各部署の「関係の質」向上に取り組み、評価アンケートを実施【倫理的配慮】
アンケートは、調査趣旨、匿名性確保、目的以外使用しない旨を書面で説明し、回答をもっ
て同意を得た。【結果・考察】全職員対象のアンケート結果では、メッセージをもらって嬉し
かったと83％が回答した。一方、必要性を感じない、義務で書いている等の回答があった。
結果から看護管理者が部署の職員間のコミュニケーションの量・質を向上する取り組みが
必要と考え実施した。取り組み後の評価アンケートでは、看護管理者の79％が自部署の関
係の質は向上したと思うと回答した。今回の看護管理者の取り組みは「関係の質」向上に必
要な4つの懸念解消のうち、受容懸念を下げる結果につながったと考える。また、令和5年
度新採用者の離職率は6.7％となり、「関係の質」向上の取り組みが離職率低減につながった
ことが示唆された。【まとめ】看護管理者の意識・行動変容により、「関係の質」向上への兆
しが見えた。今後も意識的に相互理解を深め、お互いを尊重し、一緒に考えることができ
る職場環境づくりへの取り組みを継続することが必要である。

O1-28-4
NHO県内における看護管理者の施設間人事交流研修を実施して
筒井∙三記子（つつい∙みきこ）、陶山∙美津子（すやま∙みつこ）、重常∙一代（しげつね∙かずよ）、甲斐∙通子（かい∙みちこ）、
江里口∙愛（えりぐち∙あい）、後藤∙祥子（ごとう∙よしこ）、西山∙ゆかり（にしやま∙ゆかり）、赤星∙誠美（あかほし∙のぶみ）、
野尻∙正美（のじり∙まさみ）

NHO 九州医療センター看護部

【目的】2023年度、国立病院機構A県では中間管理者の育成に向けて人事交流研修を実施し
た。研修内容とその成果を考察し、今後の中間管理者育成について示唆を得たいと考えた。

【方法】1.研修方法1）研修期間：令和5年11月～ 12月2）研修方法：国立病院機構A県内
6施設　一人1日～ 1.5日他施設での研修を実施3）対象：看護師長8名、副看護師長9名
2.研修評価・分析1）研修生:研修方法、満足度、目標達成などアンケート調査2）副看護部
長:企画、運営、研修生支援についてアンケート調査3）看護管理者能力開発プログラム（以
下CREATE）による研修後評価【結果・考察】1.研修対象者の平均経験年数は看護師長5.1年、
副看護師長4.2年。2.交流研修の前後で、各施設副看護部長による面談を実施。副看護部長
よりフィードバックを行った後、アンケートを実施した。3.研修後アンケートの結果（リッ
カート尺度4段階）では、17名全員が満足度4.0であった。全10項目の平均は、看護師長
3.4、副看護師長3.6であった。4.CREATEの5つの能力について、能力開発に「役に立った・
少しは役に立った」と回答した割合は、全項目中看護師長が71.3%、副看護師長65.8%で
あり、「自己開発力」が最も高かった。5.個々の経験年数やスキル、個人が持つ課題から学
習ニーズを把握し研修先を選定することで、より効果的な研修につながると考える。【結論】
研修前からCREATEを活用して個々の課題を明確化し、学習ニーズに応じた研修施設の選
定と上司による研修前後の支援が重要である。

O1-28-3
排尿ケアにおけるスタッフのアセスメント能力向上のための看護管理者の
取り組み
武田∙由美（たけだ∙ゆみ）、江川∙綾（えがわ∙あや）、金谷∙順子（かなや∙じゅんこ）

NHO 西埼玉中央病院看護部

【背景】尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害の発生リスクをアセスメントすることは、
その後の排尿障害の回復や尿路感染防止のために重要である。当院では2019年度より排尿
ケアチームを立ち上げ、活動を行ってきた。しかしスタッフらは、排尿ケアチームが介入
すべき患者の選定ができていなかった。【方法】ドナベディアンモデルで課題を抽出し、改
善すべき課題の解決にコッターの変革理論を用いた。【結果・考察】介入患者の選定が出来て
いなかった要因として、スタッフらが適切に下部尿路機能障害の評価ができていないこと
が考えられた。その結果、尿閉や尿路感染を生じるケースがあることが、課題として抽出
された。コッターの変革理論では、行動変容を起こすには心に訴えることが大切であるこ
とから、変革のキーパーソンである排尿ケアチームリンクナースに、直接介入する計画を
立案した。計画の実施により、リンクナースらは、下部尿路機能障害の評価の重要性と患
者の抽出方法を理解することができた。さらに、リンクナースらが得た知識を自主的にス
タッフらに伝達するようになった。その成果として、スタッフらが、下部尿路機能障害が
生じる可能性のある患者の抽出ができるようになった。このことより排尿ケアチームの介
入が必要な患者への関わりが可能となり、尿道カテーテル抜去後の下部尿路機能障害の見
落としや尿路感染を生じるケースがなくなった。そして、排尿自立支援加算、外来排尿自
立指導料の算定件数が昨年度より大幅に増加した（2022年度146件→2023年度491件）。
実施した変革を根付かせるためには、リンクナース育成の継続が重要である。
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O1-29-4
NHOが担う役割～大阪医療センターでの外来血友病リハビリテーション
に対する取り組み～
岡崎∙将人（おかざき∙まさひと）1、橋本∙明希子（はしもと∙あきこ）1、岡田∙直秀（おかだ∙なおひで）1、上野∙俊之（うえの∙としゆき）1、
中田∙貴士（なかた∙たかし）2、武山∙雅博（たけやま∙まさひろ）3、西田∙恭治（にしだ∙やすはる）3,4

1NHO 大阪医療センターリハビリテーション科、2NHO 大阪南医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 大阪医療センター血友病科、4NHO 大阪医療センター感染症内科

【背景】血友病は先天性凝固異常症を示す希少疾患であり、関節内出血による関節破壊（関節
症）を引き起こすことで知られている。希少疾患であるが故に、関節症に対する整形外科的
治療は限られており、国内においても十分な血友病診療体制が整っていないのが現状であ
る。また、血友病診療経験のある理学療法士は少なく、専門的な評価や運動指導を受ける
ことのできる機会が少ない。【目的】血友病リハビリテーションに対する体制を整備するこ
とで、血友病診療近畿ブロック拠点病院の役割を担う大阪医療センターの理学療法士とし
て、診療の質の維持・向上や円滑な診療体制の構築へつなげることを目的とした。【方法】
診療体制の整備にあたり、週3日・各日2枠ずつの診療枠を設けると共に、多職種での血友
病カンファレンスへの参加を開始、情報の収集と共有に努めた。また診療の質の維持・向
上の為、外来担当を2名に増員し、安定した診療を提供できる体制を整えた。外部での講演
会等にも参加し、情報の発信にも努めた。【結果】週3日の診療枠の新設により、診察時に
リハビリの予約状況を電子カルテ上で共有することができ、大幅な時間短縮につながった。
また、2名体制での診療により、安定してリハビリを提供できることで、前年度と比較し実
施患者数・単位数ともに2倍以上の実績の増加につながった。そして、カンファレンスによ
る情報の収集・共有により、関節評価や運動指導の精度を向上させることができた。【展望】
今後、科内で血友病診療マニュアル等を作成することで、更なる診療の質向上を目指すと
共に、よりパーソナライズした関節評価・運動指導を提供できる体制を整えていきたい。

O1-29-3
当院外来看護の質向上に向けた倫理的感性を磨く取り組みの報告
落合∙智子（おちあい∙ともこ）、小山内∙泰代（おさない∙やすよ）、堀川∙真由弥（ほりかわ∙まゆ）

国立国際医療研究センター病院看護部

1．はじめに　当院看護部は看護の質向上のために「倫理的感性を養い現場での倫理的課題
を検討する」ことを目標としている。今回、スタッフの倫理的感性を磨くことを目的として
取り組みを行った。2．方法　外来内視鏡室での事例を取り上げ、Web上で関連する多職
種で事例検討を行い意見交換を実施した。事例検討後、看護師の倫理的行動自己評価表の
自己評価を行った。3．事例と結果　事例は40代患者、胃癌に対して上部ESD鎮静中、痰
の貯留が原因と思われる体動がみられた。看護師は吸引により患者の苦痛を除去しようと
したが、医者は「今は吸引をしないで」「患者を動かさないようにして」と治療を優先した。
しかし、体動は収まらずに鎮静剤を追加する方向となった。　事例検討の結果、医師、技
師、看護師共に吸引は必要な処置であるが、職種間で吸引のタイミングを確認する等のコ
ミュニケーションが重要であるという意見を確認できた。看護師の倫理的行動自己評価表
の評価結果は、全項目の平均得点率が68％となった。要素毎の分析結果は、倫理的推論の
項目が最も低かった。　4．考察とまとめ　本事例では治療を優先するのか、または安楽を
重視するのかという二項対立ではなく、必要な吸引を実施するために、看護師はそのタイ
ミングを医師や技師へ直接確認できるコミュニケーション能力の獲得が重要であることが
分かった。倫理的自己評価表の結果からは、一度立ち止まり一歩先を深く考える訓練の必
要性が示唆された。今回の自己の倫理的な振り返りと多職種での意見交換を繰り返してい
くことで、より倫理的感性を磨き質の高い看護の提供に繋がると考える。

O1-29-2
心不全パンデミック襲来に向けた循環器部門の取り組み　～多職種連携と
人材育成～
松岡∙大悟（まつおか∙だいご）、野池∙航季（のいけ∙こうき）、堀田∙朋勢（ほりた∙ともなり）、山崎∙佐枝子（やまさき∙さえこ）、
関村∙紀行（せきむら∙のりゆき）、越川∙めぐみ（こしかわ∙めぐみ）、金井∙将史（かない∙まさし）、那須∙あすみ（なす∙あすみ）、
飯塚∙藍里（いいづか∙あいり）

NHO まつもと医療センターリハビリテーション科

【目的】団塊ジュニア世代が高齢者となる2035年には全国民の30％が高齢者となり、心不
全患者の増加による医療費圧迫が懸念されている。心不全パンデミックといわれ、これに
備えるべく脳卒中、循環器学会の取り組みとして2015年より脳卒中と循環器病克服5 ヵ
年計画が始まり第1次5 ヵ年計画（2015-2020）では死亡率5％減達成。第2次5 ヵ年計画

（2020-2025）でさらに死亡率5％減を達成する政策の一環として循環器学会では2021年
に心不全療養指導士制度が開始された。政策に準じ、当院での取り組みや成果について報
告する。【方法】2021年に心不全パスを当院の患者層に合ったものに修正。患者の活動量
が分かるよう離床状態をstage分類し多職種間で共通言語として使用。2022年は外来心
臓リハビリテーション開始。心不全パスのブラッシュアップ。心不全療養指導士資格取得。
2023年には地域連携会で地域のスタッフと情報共有を行った。【対象】取り組みの有用性に
ついて、心不全と診断されリハビリ介入した患者523名を対象とし調査。期間：2020年4
月-2022年3月。年度ごとに年齢、男性比、在院日数、再入院率、院内死亡率を集計し比
較。日本全国で行われているJROADHF研究の結果とも比較を行った。【結果】初年度と比
較し患者数は増加傾向にあるものの在院日数、再入院率は減少傾向を認めた。【考察】今回、
心不全に対する当院循環器チームでの取り組みについて報告した。多職種連携、地域連携、
人材育成により、入院患者数は増加傾向にあるものの在院日数、再入院率は減少傾向を認
めた。心不全療養に対し現状の取り組みは一定の効果があると考える。今後も経過を追う
とともに、連携、教育に力を入れていきたい。

O1-29-1
術後疼痛管理チームにおける診療看護師の役割
島田∙知子（しまだ∙ともこ）1、新倉∙久美子（あらくら∙くみこ）2、石橋∙暁（いしばし∙さとる）3

1NHO まつもと医療センター統括診療部外科、2NHO まつもと医療センター麻酔科、 
3NHO まつもと医療センター統括診療部麻酔科

【はじめに】R4年度の診療報酬改定で術後疼痛管理（以下APS）チームによる「術後疼痛管
理チーム加算」が新設され、当院は同年10月よりAPSチームを発足。麻酔科医指導のもと
APSを行い業務シフトが徐々に定着してきたのでAPSチームにおける役割について報告す
る。

【活動内容】全身麻酔下で消化器外科手術を実施し、術後に静脈および硬膜外PCAが施行さ
れた後、病棟へ戻った患者に対し術後1 ～ 4日目まで以下を実施した。1.疼痛評価とアセ
スメント 2.硬膜外鎮痛のレベル確認3.PCA投与量と残薬確認、機器動作確認4.鎮痛剤によ
る副作用・合併症確認 5. PCA流量変更や追加鎮痛剤の検討6.積極的な制吐剤予防投与7.血
液検査結果による鎮痛剤変更8. PCA終了後の疼痛コントロールと残薬処理9.薬剤代行処方
入力10.硬膜外カテーテル管理・抜去

【結果】R4年10月～ R6年4月まで対応したAPS症例は442件、硬膜外カテーテル抜去60
件、硬膜外カテーテル刺入部処置64件あった。APSに関する薬剤代行処方入力は直近の
R6年4月では50件あった。また医療安全に関わる事象発生はなかった。

【考察】麻酔科医に代わり多職種と協同しながらAPSに関わることで、早期離床や疼痛に対
するストレス緩和そして安全なAPSに繋げることが出来ていたと考える。麻酔科医や担当
医はより重症度の高い患者への対応や外来診療、手術に集中して業務を行える等、医師の
働き方改革に繋がっていたと考える。

【結語】麻酔科医からシフトされた業務内容でAPSチームでの役割遂行ができ、質を変える
ことなく術後疼痛やPONVに対し迅速かつ安全な関わりができた。またR6年4月から常勤
麻酔医が1名となり、より一層の業務編成や役割遂行の見直しが必要となる。
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O1-30-2
インシデント事例分析から考えた当院の病理診断報告書未読対策
中島∙真奈美（なかじま∙まなみ）1、船橋∙悠希（ふなはし∙ゆうき）1、原田∙友梨香（はらだ∙ゆりか）1、
大久保∙亜希子（おおくぼ∙あきこ）2、灘∙雅雄（なだ∙まさお）1、松林∙聡（まつばやし∙さとし）3、木村∙太一（きむら∙たいち）4、
石田∙雄介（いしだ∙ゆうすけ）4

1NHO 北海道医療センター臨床検査科、2NHO 北海道がんセンター臨床検査科、 
3NHO 仙台医療センター臨床検査科、4NHO 北海道医療センター病理診断科

【はじめに】厳重な経過観察を要する症例の病理診断報告書が適切に取り扱われず，治療に
遅れが生じる事例が発生した．この経験を踏まえ，システム面と運用面の双方から対策を
講じ，一定の成果を得たので報告する．なお，この対策におけるシステムの改変は，部門
システムと電子カルテの保守範囲内で行った．【方法】●診断報告書の閲覧画面を開いた時
点で「既読」となるシステムから，閲覧画面に「未読」ボタンを設け，主治医・依頼医・診断
結果の取扱責任者が報告書を確認した上で，意思をもってボタンを押し「既読」とする方式
に変更した．●厳重な経過観察を要すると判断した「要フォロー」報告は，それ以外の報告
と別に管理し，高頻度で未読チェックを行うこととした．●「要フォロー」報告の未読通知
は，病理検査室から臨床側へ，電話もしくはメールで随時行い，それ以外の報告の未読通
知については，未読報告リストを共有する医療安全管理室より1か月毎に行うこととした．
●未読症例のアクセスログをチェックし，未読の理由や傾向を探り，その情報を医療安全
管理室と共有することとした．●未読通知した報告がその後既読になったかを検証した．【結
果】「既読」の信頼性が向上し，報告書の未読件数は減少した．また「要フォロー」により未
読チェックや未読通知に優先順位を設けたことで，管理がしやすくなった．【今後の課題】
令和4年度の診療報酬改定により「報告書管理体制加算」が新設され，画像診断と病理診断
の報告書未読を防ぐ体制を整備する必要性が高まっている．今後，組織的・部門横断的な
対策にも寄与できるよう取り組んでいきたい．

O1-30-1
演題取り下げ

O1-29-6
わたしたちが現状維持する理由
中川∙喜久美（なかがわ∙きくみ）、秋本∙佳紀（あきもと∙かすみ）

NHO 下総精神医療センターリハビリテーション科

作業療法士として病院所属年数が7年目となり、年数相応に臨床をこなしていると感じてい
た。日々の課題はあれど、所属部署内では他職種とも連携がとれている気がしていた。そ
の環境下で、肥前医療センターへ見学に行く機会をいただき、自分たちの臨床を振り返る
ことで、初めて毎日の業務を最善にできているか疑問をもつことができた。私たちはなぜ
今まで現状維持に満足していたかというと、特定の環境での勤務が続き、指摘されにくく
なったこと、言葉や形に残して振り返る機会を作らなかったこと、自身の限界を決めて言
い訳をしてレクリエーションに流れてしまったことが挙げられる。その見学を通して、私
たちの課題は物理的な機会がないと漫然と業務を行ってしまうことであると思う。物理的
な機会というのは、受け身で待つのではなく、自分たちでつくる必要がある。今回は自分
たちの臨床を漫然と行わないために取り組んだことについて報告する。

O1-29-5
入院前カンファレンスを活用した食道癌患者への退院支援
安心院∙遥那（あじむ∙はるな）、赤星∙誠美（あかほし∙のぶみ）、藤田∙直子（ふじた∙なおこ）、太田∙尚子（おおた∙なおこ）、
堀口∙恵（ほりぐち∙めぐみ）

NHO 九州がんセンター看護部

【はじめに】
食道癌は身体的侵襲の大きな手術のひとつであり、術後ADL低下や食事摂取困難となり栄
養状態の低下などをきたしやすい。そのため、入院前から栄養管理や嚥下機能の評価、身
体的評価、術前呼吸訓練、術後の食事指導など様々な退院支援が必要である。当院では
2022年4月から病棟-外来連携看護師を配置し、食道癌患者に対して入院前外来―病棟連
携カンファレンス（以下CF）を開始した。入院前に検討するシステムを活用した患者・家族
の意向に沿った退院支援について紹介を行う。

【方法】
1.病棟-外来連携看護師が入院前カンファレンスフローを活用し対象患者の抽出を行う。項
目内容は、栄養状態低下、摂食機能障害、ADL要介助者、自宅が遠方、家族関係が希薄、
独居や手術を控えた患者である。
2.病棟-外来連携看護師、退院調整専従看護師、病棟看護師、多職種スタッフでCFを実施
する。CFでは患者情報を共有し課題や問題点に応じた退院支援内容の検討を行い、看護計
画の立案を行う。不足情報や確認事項については、入院時担当看護師が対応できるように
カルテに記載する。
3.入院後は、看護計画に沿って実践しながら、週に1回再評価や修正を実施する。術前や
栄養状態不良の患者に関しては、栄養状態の評価とNST介入による個別性のあるセルフケ
ア支援を行う。
4.退院時には、治療経過中に生じた問題点や継続介入の必要な内容について看護サマリー
に記載し、外来継続看護へ繋げる。

【結語】
入院前CFを充実させることで、早期に患者が安心して在宅や地域で生活を継続できるよう
な支援を実施できる。今後はシステムの醸成を行い、患者・家族の意向に沿った退院支援
ができているか検証していく必要がある。
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O1-30-6
経管栄養の作成環境の改善と手順を遵守した業務改善による経管栄養注入
関連インシデントの減少
宮鍋∙美紀（みやなべ∙みき）、高橋∙恵（たかはし∙めぐみ）、成田∙侑生（なりた∙ゆう）、藤内∙絢（とうない∙あや）、
島崎∙幸子（しまざき∙さちこ）、櫻井∙魁（さくらい∙かい）、尾形∙智美（おがた∙ともみ）

NHO 下志津病院看護部

【目的】当病棟には筋ジストロフィー患者が入院しており、経管栄養を実施している患者が
全体の約50％である。経管栄養作成に関しては手順よりも「病棟の習慣化した業務」が行わ
れている現状があった。そこで経管栄養作成環境の改善と手順の遵守について病棟で改め
て取り組んだ。「手順を遵守した業務」に業務改善したことにより、経管栄養注入関連のイ
ンシデントを減少させることができたので報告する。

【方法】当病棟看護師の手順に基づいた経管栄養の作成・実施の教育的支援と経管栄養注入
作成環境の業務改善を実施した前後について経管栄養関連のインシデント件数を比較した。

【結果】業務改善前1年間の経管栄養関連のインシデントはレベル1が3件、レベル2が2件、
業務改善後はレベル0が1件であった。業務改善前は、「方法を変えると経管栄養の作成、
注入の業務が大変になる」「今まで通りが良い」という声が聞かれた。経管栄養作成環境と
電子カルテの配置を変更したことで看護師は確認行動がとりやすくなり、手順を遵守する
ことはインシデントを減少させ、業務の過度な負担になることはないという意識に変わっ
た。

【考察】「病棟の習慣化された業務」を変えると業務負担が増えるという看護師の意識から、
「手順を遵守した業務」が患者の安全を守ることに繋がり、インシデント減少に繋がること
が示唆された。

【結論】経管栄養に関して「病棟の習慣化した業務」から「手順を遵守した業務」を実施できる
よう経管栄養作成環境を整えることができた。筋ジストロフィー患者の特徴と個別性を理
解し、病状が進行する患者の安全を守るために、業務改善を継続していく。

O1-30-5
調剤におけるヒヤリハット事例の分析と調剤過誤防止に向けた取り組み
坂本∙美咲（さかもと∙みさき）、陣野∙奈 （々じんの∙なな）、瀬崎∙浩平（せざき∙こうへい）、千葉∙杏子（ちば∙きょうこ）、
新田∙明彦（にった∙あきひこ）、磯山∙賢（いそやま∙さとし）、勝海∙学（かつみ∙まなぶ）

国立精神・神経医療研究センター薬剤部

【目的】 
1件の重大な医療事故の背景には、300件ものヒヤリハットが発生しているとされる。その
ため、ヒヤリハット事例の収集・分析を通して背景要因を探り、事故防止のための対策を
講じることは重要である。そこで、当院薬剤部では2023年12月より調剤過誤対策ワーキ
ンググループ（WG）を発足し、調剤後、監査時及び病棟で発覚したヒヤリハット事例を集計・
分析し、調剤過誤対策を行っている。今回はWGの活動内容について報告する。

【概要】
WGのメンバーは6名で、薬剤師経験年数に偏りが生じないようにした。月1回、1時間程
度のミーティングを行い、前月分のヒヤリハットの集計結果をもとに傾向を分析し対策に
ついて議論している。さらに、その傾向に基づいて次月のテーマを一つ絞り、月1回の会議
で薬剤部全体に周知している。また、早急に対応すべき事象が発生した場合はその都度対
応を行っている。 

【検討事項および対策】
薬品名・剤型間違いの件数が多い薬剤に関しては調剤棚に注意札を設置した。特に調剤間
違いの多かった免疫グロブリン製剤は、調剤時の2人同時双方向型でのチェックを取り入れ
た。薬品名間違いの要因を分析したところ、規格が同じ薬剤同士（例:リボトリール錠0.5mg
とリスペリドン錠0.5mg）の間違いが多かったため、対策として処方箋における薬剤名称の
表記変更と処方箋のレイアウト変更をおこなった。

【考察】
WG活動を通して継続的にヒヤリハットを集計・分析することでその傾向を把握し、薬剤
毎に具体的な対策を講じることができた。今後はこれらの対策によるインシデント予防効
果について分析し、さらなる対策を講じていきたい。

O1-30-4
患者誤認を防止する～指差し声出し・フルネーム確認の徹底～
石松∙鈴香（いしまつ∙すずか）、高巣∙晴代（たかす∙はるよ）、山村∙健介（やまむら∙けんすけ）、甲斐∙愛美（かい∙まなみ）、
与古田∙幸代（よこだ∙さちよ）、西∙紗津樹（にし∙さつき）、古池∙佳代子（こいけ∙かよこ）

NHO 九州医療センター看護部

【背景】患者誤認は患者に及ぼす影響が大きい。A病院ではフルネームで確認が出来ていな
いことで患者誤認に至る事例が複数例生じた。患者誤認に関連する事例の要因分析と、指
差し声出し・フルネーム確認による確認行動の徹底が必要であると考えた。【目的】全ての
看護実践場面で、確実な患者確認行動が実践できる【方法】・ 2021 ～ 2022年度の患者誤
認に関連したインシデント事例について要因分析を行う。・内服、注射、検体採取、配膳、
検査等の呼び出し、書類返却の6場面における指差し声出し・フルネーム確認の実態調査
を行う。・各部署で薬剤取り扱い時の指差し声出し・フルネーム確認を徹底するための対策
を実施する。【結果】1．2021 ～ 2022年度の患者誤認インシデントでは、薬剤に関する事
例が最も多かった。2．指差し声出し・フルネーム確認が行えていたのは、57%であった。
3．患者誤認に関連したインシデントは、2022年度と比較して2023年度は減少傾向にあ
る。4．対策を講じた薬剤に関しては、インシデントが減少した。しかし、書類や配膳に関
しては件数が増加した。【考察】薬剤に関しては、患者要因や場面ごとの分析と実態調査から、
各部署で対策を実践したことが、指差し声出し・フルネーム確認の遵守率の向上に繋がり、
インシデント減少に寄与したと考えられる。しかし、指差し声出し・フルネーム確認の遵
守率が6割程度にとどまっていることは、指差し声出し・フルネーム確認の習慣が定着して
いないと考えられる。今後は医療安全推進者が率先して指差し声出し・フルネーム確認を
行う姿を見せ、互いに指摘し合う職場風土を作り、習慣の定着を目指す必要がある。

O1-30-3
当院の臨床検査科における医療安全に対する取り組み
品田∙祐希（しなだ∙ゆき）1、山本∙伸晃（やまもと∙のぶあき）1、長浜∙優衣（ながはま∙ゆうい）1、下山∙夢結（しもやま∙ゆめか）1、
村上∙夏美（むらかみ∙なつみ）1、逸見∙桃香（へんみ∙ももか）1、水永∙ちひろ（みずなが∙ちひろ）1、田中∙敬涼（たなか∙けいすけ）1、
錦織∙春菜（にしこり∙はるな）1、福永∙利恵子（ふくなが∙りえこ）1、川口∙港（かわぐち∙みなと）1、池田∙和典（いけだ∙かずのり）1、
岩崎∙聖二（いわさき∙せいじ）2、武山∙茂（たけやま∙しげる）1、小宮∙明子（こみや∙あきこ）1、福元∙大介（ふくもと∙だいすけ）3、
森田∙有紀子（もりた∙ゆきこ）1,4

1NHO 相模原病院臨床検査科、2NHO 新潟病院臨床検査科、3NHO 相模原病院医療安全管理部、 
4NHO 相模原病院統括診療部

【背景】当院では2022年度より医療安全委員会を主軸としたクオリティオブマネジメント
リスク会議（以下QMリスク会議）が発足し、インシデントレポート（以下IR）に関する事例
分析を行う会議を月1回開催している。2021年度までの臨床検査科の報告件数は年間平均
28件と他部門に比べ少なく、IR報告に対する認識の低さが懸念されていた。【方法】QMリ
スク会議発足当時、各部門でのインシデントレベル別判断基準の見直しが行われ、これを
踏まえIR、特にゼロレベル報告を行う意義につき科全体に周知、積極的な報告への働きか
けを行った。情報共有できる職場環境作りの一環として、毎月全体会議で前月のIRを公表、
注意喚起と共に対策のため意見交換を行った。また2023年には当院にインシデント報告
分析支援システム「CLIP」が導入され、利用可能になった。QMリスク会議においては件数
報告と、特に他部門も関わる事例については事例分析を行った。【結果】各部門でIRの判断
基準を明確にしたこと、科全体でIRに対する意識が高まったこと、CLIP導入によりインシ
デント報告が明確かつ簡便となったことで当科からの報告件数は年間平均約25件から87
件と約3倍へと増加した。【結語】医療安全はどの部門においても関わる分野であり、病院
全体として取り組むべき事案である。今回我々は、QMリスク会議の発足を契機に臨床検
査科として医療安全に対する意識改革を行うことで報告件数の増加に繋げることができた。
また事例分析を行い相互確認することで他部門との連携も強化できた。今後もQMリスク
会議を通じて他部門との連携を図り、より良い医療が行われる環境を目指していきたい。
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O1-31-4
心不全病病地域連携パスの運用における薬剤師としての取り組み
笹原∙捺未（ささはら∙なつみ）1、高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）2、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）2、小村∙誠（こむら∙まこと）1、
広井∙知歳（ひろい∙しとし）2、近野∙健一（こんの∙けんいち）1

1NHO 高崎総合医療センター薬剤部、2NHO 高崎総合医療センター心臓血管内科

病床機能分化を柱とした地域医療構想の推進は、救急医療リソース確保のための重要課題
の一つである。近年の高齢心不全患者の増加に伴い、回復期病院への転院調整や心保護薬
の導入に時間を要する事例が増加しており、急性期病院病床ひっ迫の一因となっている。
当院では2024年4月から回復期病院との間で心不全病病地域連携パスの運用を開始した。
対象は急性期病院入院時に自宅退院が困難と予想される患者であり、入院時点よりパスを
適用することで回復期病院への転院調整も同時に開始し、1週間程度で転院する形式となっ
ている。その為、パスの適用患者においては、今まで急性期病院で循環器専門医が実施し
ていた心保護薬の導入・漸増の一部を転院先の病院で実施することとなる。回復期病院で
は必ずしも循環器専門医が常勤していない事もあり、従来以上に薬剤師の介入が必要とな
るため、薬剤師間の連携体制も重要になると考えられた。本発表では、心不全病病連携標
準化のためのパス活動に対する、薬剤師としての取り組みに関しての報告を行う。

O1-31-3
南京都病院における「呼吸器疾患と神経難病のための呼吸ケアセンター」へ
の薬剤師の参画
土井∙さおり（どい∙さおり）、大倉∙あすか（おおくら∙あすか）、仲村∙弥栄子（なかむら∙やえこ）、塚本∙美緒（つかもと∙みお）、
田邨∙保之（たむら∙やすし）、桶本∙幸（おけもと∙ゆき）

NHO 南京都病院薬剤部

【目的】南京都病院では2022年6月より、「呼吸器疾患と神経難病のための呼吸ケアセン
ター」（以下センター）を開設した。COPDや気管支拡張症、間質性肺炎など非がん性呼吸
器疾患とALSや多系統萎縮症、筋ジストロフィーなど神経筋疾患の患者を受け入れ、呼吸
器の設定や呼吸器リハビリテーションなどを行っている。また週1回カンファレンスを行
い、多職種チームで介入している。そこで薬剤師としての活動を報告する。

【方法】2022年6月から2024年4月までセンター対応にて入院となった患者110名に対
し、薬剤師としてどのような介入を行ったか、介入内容を電子カルテ内の様々な記録から
調査した。

【結果】全体の介入件数は75件で吸入指導58件、減薬や減量などの処方提案5件、シスタ
チンCなど検査値の測定依頼が12件あった。吸入指導の内訳としては初回指導6件、吸入
デバイスの変更による指導7件、現在使用中の吸入薬の手技確認が45件となっていた。初
回指導や変更では医師から吸入デバイスの選択についての相談が6件あり、薬剤師からの変
更依頼は3件であった。

【考察】吸入指導は、薬剤師が介入することで早期に手技の確認ができ、不十分なところを
重点的に指導することができた。また新規患者には吸入薬の選択から介入し、最適な薬剤
を医師に提案、さらにデモ器を用いて指導することで吸入薬をスムーズに導入することが
できた。当院では薬剤師が外来での吸入指導を開始しており、退院後、外来通院となって
も継続的な介入ができると考えている。今後は地域の保険薬局とも連携を取りながら最適
な患者治療が継続できるよう貢献していきたい。

O1-31-2
パーキンソン病エクササイズ入院での貼付剤教室開設とその評価
冨士∙里紗（ふじ∙りさ）1、三ツ井∙貴夫（みつい∙たかお）2、谷口∙浩一郎（たにぐち∙こういちろう）2、
武内∙俊明（たけうち∙としあき）2、高原∙実香（たかはら∙みか）2、堤∙聡（つつみ∙さとし）2

1NHO とくしま医療センター西病院薬剤部、2NHO とくしま医療センター西病院脳神経内科

【目的】当院では、パーキンソン病エクササイズ入院（以下PDリハ）を行っている。PDリハ
での薬剤師の役割として、薬剤指導や集団お薬教室、投薬管理、保険薬局との地域連携な
どを行ってきた。その中で、貼付手技の問題や貼付剤による皮膚障害を理由に投薬の中断
が余儀なくされている症例を多く経験した。当院では2023年11月より貼付剤教室を開催
し、貼付手技やスキンケアについて薬剤指導を行うこととした。今回、貼付剤教室の取り
組みについて評価した。【方法】2023年11月以降に入院しているPDリハの貼付剤使用患
者6人を対象に貼付手技の評価と薬剤指導歴の聞き取り、貼付剤教室前後の症状日誌の記
録を行った。貼付手技の評価は薬剤師が患者の実技と質問形式にて評価し、評価項目は1－
16で1項目1点の16点満点とした。症状日誌は、患者に貼付剤教室の3日前と3日後に記
録してもらった。【結果】評価項目4「貼付後は手のひらでしっかり押さえ、皮膚に密着させ
る」は全員ができていなかった。14は、剥離速度と剥離角度、皮膚の変形防止を評価したが、
剥離角度と皮膚の変形防止は全員ができていなかった。できていなかった理由は知らなかっ
たと全員が回答した。症状日誌の記録は、貼付剤教室前後で概ね変化はなかった。貼付手
技の薬剤指導歴は、薬剤指導歴なしが5人、皮膚障害発生後に医師から指導を受けたが1人
であった。【結論】多くの患者が貼付手技やスキンケアについて、医療従事者より説明を受
けていない可能性が示唆された。貼付剤の適正使用は、安全で効果的な薬物治療の一助と
なるため、貼付手技やスキンケアについて介入を行っていくことも薬剤師の責務と考える。

O1-31-1
重心病棟における薬剤師の関わり〈病棟薬剤業務を実施して〉
門野∙恵莉（かどの∙えり）1、川角∙彩香（かわすみ∙あやか）1、中田∙華（なかた∙はな）2、赤井∙裕子（あかい∙ひろこ）1、
寺川∙伸江（てらかわ∙のぶえ）1

1NHO 兵庫あおの病院薬剤科、2NHO 姫路医療センター薬剤部

【目的】兵庫あおの病院は病床数250床の5病棟うち200床の4病棟が重症心身障害児者（以
下、重心）の病床である。そのうち2病棟で薬剤師の常駐を行っている。重心病棟におけ
る病棟業務には診療報酬上の加算がないため、未実施の病院が多い。重心患者本人への服
薬指導が難しいため、自覚症状の訴えからの副作用発見は困難だが、一方で医療安全の観
点からは介入が肝要である。2021年10月から始めた重心病棟での病棟薬剤業務について
報告する。【方法】2021年10月1日~2022年1月28日の間はA病棟、2023年4月3日
~2023年12月28日の間はA･B病棟、交代制で薬剤師1名が平日9時頃から11時頃まで
の約2時間常駐した。相談応需、定期採血データの確認等を中心に行った。【結果】13か月
間で薬剤師が関わった事例は次の6種に分類できた。その内訳は相談応需42件、プレアボ
イド36件、採血結果からの薬学的管理26件、代行処方入力12件、処方支援・処方提案9件、
体重変化による長期指示の用量補正6件であった。【考察】当院の重心患者約200名に対し、
薬剤師は4名と少ないため、全患者の薬剤に薬学的介入をすることは困難である。一方、服
薬指導の難しい重心病棟においても、採血結果を中心に薬学的管理を行うことが有効であ
ると示唆された。今後は薬学的なアプローチの拡充を進め、患者ケアの向上を図っていく
ことが重要である。
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O1-32-2
左室肥大を有する左室収縮性の障害された心不全として標準的な薬物療法
を開始し心機能の改善が得られた1例
藤原∙仁（ふじわら∙ひとし）、栗栖∙智（くりす∙とも）

NHO 広島西医療センター循環器内科

【症例】症例は60代の女性。【病歴と経過】X年6月、うっ血性心不全、慢性腎臓病、糖尿病、
高血圧症として初回入院し加療した。以後薬物療法にて経過をみた。左室収縮性は改善し、
腎機能は徐々に悪化した。X＋3年1月、5月にうっ血、溢血を生じ、呼吸管理下に機械
的除水を要した。【検査所見】初回入院時の左室駆出率（LVEF）、拡張末期径（Dd）、中隔厚

（IVST）、後壁厚（PWT）はそれぞれ34%、41mm、12mm、13mm、左室急速流入血流速
/中隔側弁輪部移動速度比（E/e’）、中隔側弁輪部移動速度（e’）、三尖弁血流速度から算出さ
れる圧格差（TR-PG）、左房容積係数はそれぞれ40.8、3.7cm/s、43.2mmHg、45.4mL/
m2であった。血液検査では尿素窒素、クレアチニン、eGFRはそれぞれ31.1mg/dL、
1.76mg/dL、23.1であった。X＋3年5月にはLVEF、Dd、E/e’、TR-PG、左房容積係数
はそれぞれ66%、40mm、14.9、4.3cm/s、15mmHg、38.7mL/m2となり心機能の改
善が得られた。尿素窒素、クレアチニン、eGFRはそれぞれ96.2mg/dL、4.66mg/dL、7.9
と推移した。腎機能は経時的に悪化した。心機能の改善がβ遮断剤をはじめとする薬剤の
効果なのか、あるいは自然経過によるものなのか、あるいは他に何かあるのかはっきりは
しないが心機能は改善した。【まとめ】初回入院時には左室肥大を有する左室収縮性の障害
された心不全（HFrEF）例として標準的な薬物療法を開始し心機能は改善した。しかしなが
ら腎機能は経時的に悪化した。HFrEF治療の基本薬3剤で心機能は改善したが、SGLT2阻
害薬の心保護効果よりもむしろ腎保護効果を期待し心不全発症後早期に導入を図るべきで
あったのかもしれない。

O1-32-1
Mechanical Circulatory Support（MCS）を用いて救命した劇症型心筋
炎の2例
津波古∙貴也（つはこ∙たかや）、佐藤∙篤志（さとう∙あつし）、安藤∙昂志（あんどう∙たかし）、玉置∙博之（たまき∙ひろゆき）、
間瀬∙太朗（ませ∙たろう）、井合∙渉（いあい∙わたる）、栗原∙和人（くりはら∙かずと）、磯田∙徹（いそだ∙とおる）、
丹羽∙直哉（にわ∙なおや）、田中∙宏明（たなか∙ひろあき）、鶴見∙昌史（つるみ∙まさふみ）、小野∙智彦（おの∙ともひこ）、
松村∙圭祐（まつむら∙けいすけ）

NHO 埼玉病院循環器内科

心原性ショックに対し使用可能な機械的循環補助（Mechanical Circulatory Support: 
MCS）には従来から使用されているVA-ECMOや近年使用できるようになった補助循環用
ポンプカテーテル（Impella）があり、Impellaは右心機能補助、呼吸補助はできないが、順
行性血液体循環補助ができるという特徴がある。劇症型心筋炎に対してImpellaで急性期管
理を行ったが、Impella単独で心原性ショックから離脱できた症例とImpellaに加えてVA-
ECMOを要した症例を提示する。【症例1】浮動性めまいとふらつきを主訴に受診した67歳
男性。完全房室ブロックを認め、左室駆出率（EF）は50%と軽度低下を認めた。トロポニ
ンIが10075 pg/mlと高値でありCAG施行したが有意狭窄は認めず、心筋生検より急性
リンパ球性心筋炎と診断した。7病日にEF20%と低下し薬剤抵抗性の心原性ショックに至
りImpella挿入となった。右心機能評価の指数である肺動脈拍動指数（PAPi）は経過中低下
を認めず右心機能低下を認めなかった。心機能改善したため14病日にImpellaを離脱した。

【症例2】発熱、倦怠感、動悸を主訴に受診した50歳女性。EF20％と低下しトロポニンIが
6520 pg/mlと高値でありCAG施行したが有意狭窄認めず、心筋生検から急性リンパ球性
心筋炎と診断した。心原性ショックのためImpella挿入したがショックが遷延、PAPiも低
下し、右心機能補助のないImpella単独では困難と判断しVA-ECMOを追加した。10病日
にはImpella、VA-ECMOともに離脱できた。両症例とも心原性ショックに対しImpella
を使用したが、右心機能低下の有無が循環動態維持に大きな影響を与えたと考えられた。
PAPiを経時的に管理することで適切にMCSを使い分けることができた。

O1-31-6
肝予備能低下とアンピシリン/スルバクタム誘発性肝障害の発現リスクに
関する検討
大井∙勇秀（おおい∙はやひで）1、朝居∙祐貴（あさい∙ゆうき）2、高橋∙昌明（たかはし∙まさあき）1

1NHO 三重中央医療センター薬剤部、2三重大学医学部附属病院薬剤部

【目的】薬剤性肝障害（DILI）はアンピシリン/スルバクタム（ABPC/SBT）による副作用の一
つであるが、そのリスク因子に関する報告は限られている。Albumin-bilirubin score（ALBI 
score）は、血清アルブミンと総ビリルビンから算出可能な肝予備能の指標である。本研究
では、肝予備能低下がABPC/SBT誘発性DILIの発現リスクに与える影響を調査した。【方法】
2021年7月から2022年11月の間に三重中央医療センターでABPC/SBTを投与された
患者を対象とし、電子カルテで後方視的に調査した。主要アウトカムはABPC/SBT誘発性
DILIとし、アラニンアミノトランスフェラーゼ（ALT）及びアルカリフォスファターゼのい
ずれかまたは両方が施設基準値上限の2倍以上に上昇した患者をDILI群とした。DILIのリス
ク因子解明のため、非DILI群とDILI群の2群間で、年齢（≧75歳）、投与量（≧9g/day）、
ALT（≧21IU/L）、ALBI score（≧-2.00）を共変量として多変量ロジスティック回帰分析を
実施した。ALT、ALBI scoreのカットオフ値は、Receiver Operating Characteristic（ROC）
曲線を用いて算出した。また、カプランマイヤー曲線を用いてDILIの累積発現率を比較し
た。【結果】DILI発現率は9.5%（36/380）であった。ALBI score のカットオフ値は-2.00
と算出された。多変量解析により、ALBI score≧-2.00はDILIの独立したリスク因子（調製
ハザード比：2.55、95%信頼区間：1.256-5.191、p＝0.010）であった。ALBI score≧
-2.00の患者のDILI累積発現率は有意に高かった（p＝0.039）。【結論】肝予備能が低下した
ALBI score≧-2.00の患者では、ABPC/SBT誘発性DILIの発現リスクが高く、投与の際は
頻繁な肝酵素モニタリングが必要である。

O1-31-5
エプコリタマブによるCRS対策フローチャートの作成と運用について
木村∙雄太（きむら∙ゆうた）1、西原∙夢乃（にしはら∙ゆめの）1、野口∙唯香（のぐち∙ゆいか）1、佐東∙慶一（さとう∙けいいち）2、
阿部∙結哉（あべ∙ゆうや）1、明庭∙圭吾（みようば∙けいご）3、森瀬∙修平（もりせ∙しゅうへい）3、高田∙慎也（たかだ∙しんや）1、
山岸∙佳代（やまぎし∙かよ）1、高橋∙承吾（たかはし∙しょうご）4、江端∙浩（えばた∙こう）4、坂井∙俊哉（さかい∙としや）4、
藤本∙勝也（ふじもと∙かつや）4、橋下∙浩紀（はしした∙ひろかず）1

1NHO 北海道がんセンター薬剤部、2NHO 帯広病院薬剤部、3NHO 北海道がんセンターリハビリ科、 
4NHO 北海道がんセンター血液内科

【目的】エプコリタマブは、再発又は難治性の大細胞型B細胞リンパ腫（びまん性大細胞型B
細胞リンパ腫、高悪性度B細胞リンパ腫、原発性縦隔大細胞型B細胞リンパ腫）及び再発又
は難治性の濾胞性リンパ腫に使用されるIgG1二重特異性モノクロナール抗体であり、T細
胞の細胞膜上に発現するCD3とB細胞の細胞膜上に発現するCD20の両者に結合すること
で、T細胞の増殖及び活性化を誘導し、CD20陽性の腫瘍細胞を傷害すると考えられている。
適正使用ガイドでは、特に注意を要する副作用としてサイトカイン放出症候群（CRS）、免
疫エフェクター細胞関連神経毒性症候群（ICANS）、腫瘍崩壊症候群（TLS）、進行性多巣性
白質（PML）が挙げられている。その中でも、CRSの副作用発現率は50％を超えており、前
投薬（抗ヒスタミン剤、解熱鎮痛剤）の投与等の予防的措置が推奨されている。また、CRS
の発現が疑われた場合は、副腎皮質ホルモン剤やトシリズマブの投与等の早期の対応が必
要になるため、当院におけるCRS対策フローチャートを作成し運用を開始した。【方法】当
院において2023年12月からエプコリタマブによるCRS対策フローチャートを作成し、
2024年2月までにCRS対策フローチャートの内容の修正・改定行ったので運用状況につい
て報告する。【結果】CRS対策フローチャートの作成より医師、薬剤師、看護師、理学療法
士が多職種連携しCRS発現が疑われた場合の対応が明確化することにより、早期のCRS対
策が行うことができた。【考察】今後エプコリタマブによるCRS発現時の状況の調査を継続
することで、CRS対策フローチャートの見直しをすることでより安全な治療を患者さんに
提供できる環境体制が整えられると考える。
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O1-32-6
心不全患者における基本的緩和ケアのアドバンス・ケア・プランニング

（ACP）導入の試み
吉永∙龍史（よしなが∙りゅうじ）1,2、松下∙佳矢（まつした∙けいや）1、藤崎∙暢（ふじさき∙みつる）1、坂田∙葵（さかた∙あおい）3、
三輪∙真理（みわ∙まり）3、田淵∙貴子（たぶち∙たかこ）3、松尾∙崇史（まつお∙たかし）4、於久∙幸治（おく∙こうじ）4

1NHO 長崎医療センターリハビリテーション科、 
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療科学専攻理学療法学分野、3NHO 長崎医療センター看護部、 
4NHO 長崎医療センター循環器内科

【目的】
アドバンス・ケア・プランニング（ACP）とは，人生の最終段階の医療・ケアについて，本
人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセスである．本邦の心不全
診療ガイドラインにおいて，患者の意思決定能力が低下する前にACPを実施することがク
ラス1で推奨されており，当院心臓リハビリテーションチームにおいても基本的緩和ケアの
ACP導入は重要な課題であった．
そこで，今回我々は，心不全患者のACP実施におけるシステム構築の導入を試みたので報
告する．

【方法】
対象は，循環器内科で入院の意思決定ができる心不全患者とした．方法は，心臓リハビリテー
ションカンファレンス後に多職種でACP導入について会議を行い，ACPの情報共有を実施
した．医師には日本心不全学会の心不全緩和ケアトレーニングコース（HEPT）受講を推進し
た．

【結果】
多職種会議を4回実施後，ACPマニュアルと手順，アンケート形式の患者および家族説明
パンフレットを作成した．手順は，まず医師がACPについての概要を患者へ説明後，看護
師がACPパンフレットを患者へ説明，アンケートを配布し．その後，看護師が患者に関わ
る医療スタッフと家族などを集めたACPカンファレンスで代理人から署名を取ることとし
た．ACP導入症例においては，適時専門的緩和ケアチームへの連絡・相談の架け橋となり，
多職種で情報共有とカンファレンスが可能になった．

【結論】
　医療者マニュアルおよびアンケート形式のパンフレット作成により基本的緩和ケアにお
ける心不全患者のACP実施が可能になった．今後の課題は，ACP導入症例の増加と看護師
への教育，および心不全患者に対する緩和ケア診療加算の算定である．

O1-32-5
心不全診療の取り組みについて
野池∙航季（のいけ∙こうき）1、松岡∙大悟（まつおか∙だいご）1、堀田∙朋勢（ほりた∙ともなり）1、山崎∙佐枝子（やまさき∙さえこ）2、
関村∙紀行（せきむら∙のりゆき）2、金井∙将史（かない∙まさし）2、那須∙あすみ（なす∙あすみ）3、越川∙めぐみ（こしかわ∙めぐみ）2

1NHO まつもと医療センターリハビリテーション科、2NHO まつもと医療センター循環器内科、 
3NHO まつもと医療センター看護部

【背景】当院では高齢かつ低ADLの心不全患者が多く、日本心臓リハビリテーション学会が
推奨する心不全標準離床プログラムを完遂できない患者がほとんどである。2021年に当院
の患者層に合った独自の心不全パスを作成、運用し心不全患者を関わっている。今回、当
院の循環器チームの取り組みと心不全患者の傾向について報告する。【対象】2022年4月～
2023年3月までに心不全と診断され入院、リハビリ処方のあった心不全患者178名。【方
法】当院心不全パスは患者の活動度がわかるようにstage1 ～ 6段階で表記し、共通認識と
して使用。2022年度のデータを集計して心不全患者のADLレベルを入院時stageと退院
時stageで比較。【結果】平均年齢は約86歳。85歳以上は全体の半数以上を占めており、
90歳の層が最も多かった。退院時に6分間歩行評価が可能となる患者は5.5％。stage1 ～
3の割合は入院時55.1％→退院時75.1％となっていた。入院前と比べて退院時には全体的
にstageが下がっており、ADL低下傾向となっていた。【考察】今回、当院の心不全患者の
傾向と当院循環器内科チームの取り組みについて報告した。当院独自のstage分類が共通
認識となったことで活動のイメージがつきやすくなり、スタッフ間の情報共有が円滑となっ
た。入院前のADLを目標とすることで退院時の目標が明確となり、患者在院日数・再入院
率は減少傾向を認めた。心不全診療に対し、現状の取り組みは一定の効果があると考える。

O1-32-4
HFpEF患者と非HFpEF患者における退院時の身体機能及びADLに関する
検討
田中∙志歩（たなか∙しほ）1、西∙宏和（にし∙ひろかず）1、小林∙未知矢（こばやし∙みちや）1、佐藤∙優（さとう∙すぐる）1、
濱口∙春妃（はまぐち∙はるき）1、大纏∙正士（おおまとい∙まさし）1、篠崎∙大智（しのざき∙だいち）1、丹羽∙朗子（にわ∙あきこ）1、
石塚∙裕大（いしづか∙ひろだい）1、高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）2、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）2、新井∙厚（あらい∙あつし）1、
荻原∙博（おぎはら∙ひろし）1、広井∙知歳（ひろい∙しとし）2、小川∙哲史（おがわ∙てつし）3

1NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科、2NHO 高崎総合医療センター心臓血管内科、 
3NHO 高崎総合医療センター外科

【背景】近年左室駆出率の保たれた心不全（HFpEF）が増加している。一般的にHFpEFは非
HFpEFと比較して高齢者が多いため、フレイルを合併することが多いとされるが、日常生
活に関連する身体機能及びADLに関する検討は多くはない。

【目的】HFpEF患者と非HFpEF患者における退院時の身体機能及びADLを比較、検討する。
【対象・方法】2023年1月から12月の間にうっ血性心不全で入院した患者計90名（年齢中
央値83歳、男性54.4%）を対象とした。LVEF50％以上をHFpEF群、LVEF50％未満を非
HFpEF群と定義し、身体機能評価はSPPB、ADL評価はFIMを採用し、両群間において患
者背景、SPPB、FIM、転帰先等を比較した。

【結果】HFpEF群は非HFpEF群と比較し、有意に高齢（p＜0.002）且つ女性の割合が高かっ
た（p＜0.05）。一方でSPPB及びFIMの合計点や転帰先（自宅退院）に関しては両群間で有
意差は認めなかった。

【結語】HFpEF患者は非HFpEF患者と比較し、身体機能及びADLに関しては明らかな低下
を認めなかった。

O1-32-3
心不全と下肢虚血に対する治療が相互作用的に奏功した一例
波多間∙茉子（はだま∙まこ）、江村∙尚悟（えむら∙しょうご）、森田∙悟（もりた∙さとる）

NHO 東広島医療センター初期臨床研修医

【症例】71歳男性。当科初診の数カ月前より心不全症状を認め、症状増悪に伴い近医を受診、
心不全精査のため当院循環器内科を紹介受診した。心房細動と虚血性心疾患による心不全
と判断され、入院の上精査・加療の方針となった。入院前より両下肢の跛行が出現し、入
院時には安静時痛も出現し独歩不可能となった。造影CTで両下肢の腸骨動脈領域、並びに
浅大腿動脈領域に慢性完全閉塞を伴うびまん性の病変を認めた。冠動脈造影検査では右冠
動脈と左回旋枝に慢性完全閉塞病変を認めた。心機能の改善と救肢のためには、ともに血
行再建が必要であると判断した。【経過】高リスクではあったが冠動脈に対しては経皮的冠
動脈形成術を選択した。両側外腸骨動脈の閉塞のため補助デバイスが使用できなかったた
め、下肢の血流改善とアクセスルートの確保のため、まずは右総腸骨動脈の血行再建を先
行した。その後、経皮的冠動脈形成術を施行した。心機能の安定を得た後、両下肢の残存
病変に対して血管内治療で血行再建を施行して下肢の救肢を得た。現在は独歩可能となり、
跛行症状も消失している。【考察】冠動脈と両下肢の血行再建が必須の症例であったが、治
療方針の選択に難渋した。治療として両疾患ともに血管内治療を選択したが、下肢の治療
を先行することでより安全な冠動脈の治療が施行でき、それにより心機能の安定を得たた
め、さらに追加での下肢の治療が可能となり救肢を得ることができた。結果として相互作
用的に良好な経過に至ったと考えられた。
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O1-33-4
鏡視下腱板断裂修復術前の疼痛に対する破局的思考と術後機能，遷延性術
後痛との関連性
吉村∙大輔（よしむら∙だいすけ）1、北∙大介（きた∙だいすけ）1、島崎∙ゆうか（しまさき∙ゆうか）1、川真田∙純（かわまた∙じゅん）2、
福田∙昇司（ふくた∙しょうじ）2

1NHO 高知病院リハビリテーション科、2NHO 高知病院整形外科

【緒言】鏡視下腱板断裂修復術（ARCR）は,3割の患者に遷延性術後痛（CPSP）を伴うとされ
ている.CPSPは疼痛への不安や破局的思考の影響が報告されている.本研究では,ARCR術
前の破局的思考と術後1年の関節機能,CPSPとの関連性について調査した.【対象と方法】
ARCR 88例を対象に基本情報として,性別,年齢,BMI,術側,罹病期間,受傷機転,断裂サイズ
を調査した.疼痛に対する破局的思考の評価はPain Catastrophizing Scale（PCS）の術前
スコアを,肩関節機能では日本整形外科学会肩関節疾患治療判定基準（JOAスコア）の術前,
術後1年のスコアを調査した.PCS cut off値の30点を境に,破局性あり群,なし群のJOAス
コアについてMann-Whitney検定,χ2検定を用い検討した.CPSPに関し,術後1年のJOA

「疼痛」スコアを従属変数とし基本情報,術前PCS,術前JOAスコアを独立変数として重回帰
分析を用い関連因子を検討した.統計処理はSPSSを用い,有意水準を5%とした.【結果】破
局性あり群は24例/なし群は64例であった.術前JOA「ADL」スコアは7.7/8.7と破局性
あり群で有意に低下していたが,他の項目,総合点（74.5/71.4）に差はなかった.術後1年の
JOA「疼痛」スコアは23.0/27.0と破局性あり群で有意に低下を認めたが,他の項目,総合点

（90.9/93.3）に差はなかった.重回帰分析では術後1年のJOA「疼痛」スコアに影響を及ぼ
す因子として,「術前PCS」が抽出された.【考察】破局的思考の恐怖-回避モデルでは疼痛への
過剰な逃避行動が出現しやすく,破局性あり群の術前ADL低下が考慮された.ARCR周術期
の疼痛には年齢,受傷機転,炎症,ROMとの関連が報告されているが,術後1年のCPSPでは
破局的思考による認知的疼痛の影響が示唆された.

O1-33-3
脳卒中患者における精神面を中心とした関わりについて
松下∙智宏（まつした∙ともひろ）1、口石∙智秀（くちいし∙ともひで）1、高口∙剛（たかぐち∙つよし）2、宮薗∙真崇（みやぞの∙たかし）3、
杉本∙京子（すぎもと∙きょうこ）3、中之薗∙妙子（なかのその∙たえこ）4

1NHO 鹿児島医療センターリハビリテーション科、2NHO 鹿児島医療センター脳血管内科、 
3NHO 鹿児島医療センターメディカルサポートセンター、4NHO 鹿児島医療センター栄養管理室

【目的】症状の原因を傾聴し精神面の支援を行う事で円滑な入院生活となる事。退院後の症
状再発の不安を軽減する事。【評価方法】観察，面接，評価（GAF,CES-D, CAOD）身体機能
評価，認知機能評価，高次脳機能評価【支援内容】精神面支援，日常生活支援，身体機能向上，
心理・社会的治療，職場復帰支援，多職種連携，エンパワメント向上，ストレスマネジメント，
認知行動療法【結果】精神面を中心とした関わりを通して症状再発なく安定した入院生活と
なった。退院後の生活の不安感軽減に繋がった。【考察】本症例は症状が安定し機能回復し
た症例であるが、これは入院中の生活状況、思い、感情等から精神状態を捉え傾聴・助言
する事、状態悪化の兆候を捉え多職種へ相談し連携した支援を行う事により再発しなかっ
たものと考えられる。不満・不安感、パニック発作、抑うつの原因など本人が困っている
点に寄り添いストレスの低減を図る事、自尊感情向上やエンパワメント向上を図る事等の
関わりにて安定した入院生活に繋がったと考えられる。退院後の不安に対しては両立支援
相談窓口に繋げ、本人に寄り添い身体機能面だけでなく精神状態に配慮した職場復帰が出
来るよう情報提供する事で不安感軽減に繋がったと考えられる。【結語】精神変調が予想さ
れる脳卒中対象者のリハには精神的支援を行う事で安定した状態に繋がると考えられる。

O1-33-2
前頭葉症状により上肢の随意性が著しく低下した症例に対する急性期作業
療法
佐藤∙龍人（さとう∙りゅうと）、峯∙哲也（みね∙てつや）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】前頭葉病変による多彩な高次脳機能障害（以下、TBI）は運動機能にも影響を及
ぼし、文献では「高次による運動障害」として散見される。今回、左上肢・手指に限局した
非典型的な運動障害を呈した症例を経験したので報告する。

【症例】50代女性右利き、病前ADLは自立。X年Y月Z日の勤務中に発症し、同日当院にて
右前頭葉皮質下出血と診断。出血量は約15mlで薬物療法とリハビリによる加療後、転院と
なった。

【評価と経過】Z+2日に作業療法開始。意識清明で意思疎通は良好。TBIは多彩な前頭葉症
状を呈していたが、MMSEが24点で病識や身体認識は良好であった。介入初日のBRSは左
上肢4であったが、血腫拡大がないにも関わらず、3日間をかけて上肢手指ともにBRS2へ
と低下した。その後、随意運動が困難となり、特定の課題では筋収縮を認めるも「動いてい
ない、あなたが動かしている」などの発言を認め、運動への認識も乏しくなった。作業療法
では両手動作、重錘運動、直接的訓練などと経過に応じた収縮を認識できる手段で段階付け、
反復運動を行った。結果、Z+24日にBRS上肢5手指5に改善し、MALは上肢使用の頻度・
質ともに高い結果を得ながら病棟内ADLが全て監視～自立となった。

【考察】本症例は病巣や病態、症状増悪までの経過から重度の錐体路障害はないと考えられ
たが、上肢の随意性が著しく低下した。これは障害像が不安定な超急性期において多彩な
TBIが影響したものと考え、予後は良好な転帰を辿ると推測し、早期から上肢の使用量に着
目した。そして、TBIに配慮した段階付けによる「認識可能な運動の反復」が、学習性不使
用を予防し自然回復に並行した円滑なFIM、MALの向上に繋がったと考える。

O1-33-1
全皮質性脳炎により重篤な高次脳機能障害を呈した症例に難渋した作業療
法経験
廣尾∙千晴（ひろお∙ちはる）、峯∙哲也（みね∙てつや）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】全皮質性脳炎を発症し、重篤な高次脳機能障害を呈した症例に「食」の獲得を目
指す中で難渋した経験を報告する。【症例】40代女性、X年Y月Z日に意識障害と四肢の硬
直を認めZ＋9日後に当院搬送。MRI上は主に両側前頭葉内側、島皮質、側頭葉、左後頭葉
～頭頂葉皮質にDWI高信号を認めた。Z＋103日後に療養型病院へ転院となった。【経過
と結果】初回介入より四肢運動は概ね可能だが異食、注意障害、失語等の重篤な症状を認め、
意思疎通は不能であった。食事は全介助で少量摂取できたがほぼ持続せず、作業療法では
食事摂取量に着目し介入した。はじめは自力摂取を試み、右手にスプーン、左手に皿を把
持して食物をすくって口元へ運ぶ操作を介助下にて繰り返すと保続で一時的に摂取できた
がすぐに注意が逸れた。次に静かな環境において机上には一品のみを用意し一人介助で行っ
たところ、皿一点に目を向けられるようになり注目時間が延長した。加えて非言語的に食
物に指差しをすることでさらに注意が持続し摂取量が増加した。また咬合力の調整が困難
なことや危険行動があるため、食具をシリコンスプーンに変更し、口腔内含め外傷のリス
クを回避した。最終的に介入方法や環境を調整し、全介助下での全量摂取が可能となった。

【考察】わずかな大脳辺縁系の機能残存により生理的欲求で身体を動かしていると推測され
る症例に対して、医学的管理を含めた治療による高次脳機能の改善は無効であった。本症
例の生活を確立する最大の起点は「食」と捉え、主に視覚刺激を手掛かりとした環境調整を
繰り返して有効な手段を組み合わせたことで、その人なりの持続可能な「食」の獲得に繋げ
られたと考える。
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O1-34-2
大腿骨近位部骨折術後患者の早期離床への取り組み
馬場∙智子（ばば∙ともこ）、深川∙奈央（ふかがわ∙なお）、蒲池∙彰（かまち∙あきら）

NHO 佐賀病院4病棟

【目的】大腿骨近位部骨折術後患者の早期離床を目的とし、オリエンテーション内容の改訂、
研修会の開催、離床開始基準と中止基準の導入を実施。取り組み前後で、術後何日目に看
護師による初回離床を行ったかを比較し、早期離床の援助において何が効果的だったかを
明らかにする。【方法】1．対象：A病棟看護師36名2．実施期間：令和 5年12月1日～
12月31日3．研究方法1）手術前オリエンテーション内容の改訂　2）離床開始基準中止基
準の導入3）早期離床の効果に関する勉強会の開催4）理学療法士による離床の実際に関する
勉強会の開催4．調査項目：1）2019年12月、2022年12月、2023年12月に大腿骨近
位部骨折術後、看護師による離床までの日数　2）取り組みの効果についてA病棟看護師36
名にアンケート調査5．データ分析方法：調査項目1）については、単純分析比較、調査項
目2）については、単純集計【結果】取り組み後に術後離床にかかった日数が2022年と比較
して4.75日の短縮となった。2019年のコロナ渦前と比較しても術後離床にかかった日数
が3日から1.75日へと短縮できた。年齢別及び、看護師経験年数別の両方の比較において、
ともに離床開始基準と中止基準が役立ったと答えた。【考察】離床開始基準中止基準の導入
により根拠をもって早期離床につながったと考える。【結論】1.早期離床を促す4つの取組
みにより、術後の離床日数短縮につながりスタッフの離床に対する意識が高まった。2.離
床開始基準と中止基準の導入により根拠をもって早期離床につながった。3.キャリアのあ
るスタッフにも、離床の開始・判断基準や勉強会は有益である。

O1-34-1
ろうあ者（聴覚障害者）に対応した手話での診療～手話外来における1000
件の診療経験から～
朽木∙秀雄（くちき∙ひでお）

NHO 山形病院脳神経外科

聴覚障害者（ろう者）は聞こえないだけでなく、読み書きなど筆談も困難で、手話のみがコ
ミュニケーション手段であることは知られていない。そしてろう者の手話通訳依頼先の約
7割を占めるのが医療機関である。しかし手話通訳者が常駐する病院（クリニックを除く）
は全国約8300の中で42病院（0.5％）のみである。さらに医師自らが手話通訳者の資格を
持ち対応しているのは当院のみ（約0.01％）である。そのような患者を対象に、当院では
2020年4月に「手話外来」を正式に開設した。医師自らが手話で直接診療、手話通訳を行っ
ており、その対応件数は、2020-2023年度で、80、210、264、および418件と明らか
な増加がみられ、延べ件数は1,000件を超えた。演者自身も登録している山形市の手話通
訳派制度（約30名が登録）では、2022年度の医療機関への手話通訳件数は288件であった。
つまり医療機関を受診するろう者の通訳の過半数を演者一人が担っていることになる。ま
たろう者の入院は、2020-2023年度で、1、4、5、12件と徐々に増加している。またコ
ロナ禍では、一般の手話通訳者が病院に同行することが困難であったことから、手話外来
を受診するろう者が増加し、新型コロナワクチン接種を行ったろう者は112件、PCR検査
を要したのは18件に上った。「手話外来」では脳外科領域以外への対応が多く、手話で最初
に問診、診察し、その後病状に応じて、専門的検査、治療が必要な場合は担当科へ紹介し、
そこで演者自身が手話通訳をする方法をとっている。またリハビリ担当職員も手話を習得
し、手話にてリハビリ指導できる体制も確保できている。また看護師数名も手話検定試験
に合格するなど、手話での看護が進みつつある。

O1-33-6
関節リウマチ患者の生活実態調査と関連する因子の検討
鶴見∙暁子（つるみ∙きょうこ）1、小池∙友和（こいけ∙ともかず）1、小金澤∙悟（こがねざわ∙さとる）1、増田∙公男（ますだ∙きみお）1、
松井∙利浩（まつい∙ひろとし）2

1NHO 相模原病院リハビリテーション科、2NHO 相模原病院リウマチ性疾患研究部

目的:関節リウマチ（RA）患者における生活実態と日常生活動作（ADL）能力に影響を及ぼ
す因子について明らかにするとともに,疾患活動性の違いによるADL能力及び就労への影
響について検討する.方法:2021年度に相模原病院に通院したRA患者2058人に実施し
たNinJa調査結果から,年齢,罹患年数,就労状況,圧痛関節数,腫脹関節数,疾患活動性指標

（DAS28,SDAI）,身体機能評価指標（HAQ,MDHAQ）を抽出し,HAQをもとにした患者の
ADL能力,HAQと各指標との関連,寛解/非寛解による就労状況の違いなどについて検討し
た.結果:全体の35％はHAQアンケートの全ての質問にスコア0：何の困難もなく出来る
と回答した.DAS28基準による寛解者・非寛解者別でみるとその割合は49.1％と20.9％
であった.患者のADL能力に影響を与えていたのは,罹患年数,SDAI,DAS28の指標であっ
た.就労状況調査では寛解者全体の43.9％ ,非寛解者全体の27.8％が何らかの職業に従事し
ていた.60才未満に限定すると寛解者では77.6％ ,非寛解者では77.2％であった.寛解者の
最も多い職種は正規職員であったのに対し非寛解者ではパート・アルバイトであった.結語：
RA患者のADL能力には,罹患年数や疾患活動性,年齢が影響していた.寛解非達成者と比較
して,寛解達成者では明らかにADL能力は良好であり,正規職員としての就労率が高かっ
た.以上より,ADL能力や就労にかかわる身体機能の維持には,関節リウマチの疾患活動性を
良好に保つことが重要であることが示唆された.

O1-33-5
肩腱板断裂患者における術前ADLの障害像と影響する肩関節機能について
吉村∙大輔（よしむら∙だいすけ）1、島崎∙ゆうか（しまさき∙ゆうか）1、北∙大介（きた∙だいすけ）1、川真田∙純（かわまた∙じゅん）2、
福田∙昇司（ふくた∙しょうじ）2

1NHO 高知病院リハビリテーション科、2NHO 高知病院整形外科

【緒言】肩腱板断裂に対するリハビリテーションでは肩関節機能の改善，ADL・QOL向上が
目標となるが，詳細な障害像や必要となる肩関節機能については不明確である．今回，腱
板断裂修復術前例のADL状況と上肢活動に影響する肩関節機能について調査した．【対象と
方法】鏡視下腱板断裂手術137例の術前JOAスコアについて調査した．ADL10項目のいず
れかに「0点：困難」を認めた障害群と，全項目で「0.5点：可能」以上であった非障害群に
分類し，性別・年齢・BMI・術側・罹病期間・受傷機転・断裂サイズ・JOA疼痛・外転筋力・
耐久力・屈曲・外旋・内旋可動域について調査した。ADL障害の関連因子について障害群
／非障害群を従属変数とし、上記の基本情報、JOA各項目を独立変数としてロジスティク
ス回帰分析を用い検討した．また，ROC分析にて非障害群における可動域のカットオフ値
を調査した．統計処理ではSPSSを用い、有意水準を5%とした。【結果】ADL障害群は71
例，非障害群は66例であった．障害群の詳細では，「頭上の棚に手を伸ばす」66%，「患側
を下に寝る」35%，「結帯」32%，「結髪」21%，「用便の始末」14%の順で生活動作に困難さ
を呈していた．ADLへの関連因子ではJOA可動域の屈曲（p＜0.001），内旋（p＜0.005）
と疼痛（p＜0.05）項目が抽出された．ROC分析の結果，ADL非障害群における可動域の
カットオフ値は屈曲150°（p＜0.0001），外旋60°（p＜0.001），内旋可動域はL5以上（p
＜0.0001）が算出された．【考察】腱板断裂術前患者を対象としたADLの詳細な障害像と関
連する可動域についての調査は乏しい．本研究で算出された参考可動域はリハビリテーショ
ンにおける一定の治療目標となりうる．
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O1-35-1
がんと心の地域連携はがん難民を救う！－胃がんにうつを伴った1症例－
小室∙龍太郎（こむろ∙りゅうたろう）

NHO 金沢医療センター緩和ケア内科

【緒言】がん難民とは適切な治療を受ける病院が見付からない患者のことで、特に、再発後
や終末期の患者のことを指すことが多い。発表に際し倫理面に配慮し本人より書面にて同
意得た。【症例】60歳代、男性。【主訴】「あらゆる所が不快だ」【既往歴】特記事項なし。【生
活歴】地元で公務員として勤務し50代半ばで隣県のA県に単身赴任。【病前性格】明るく活
発、正義感が強い、まじめ。【現病歴】X年2月黒色便を認め、A県のB病院を受診し胃癌と
診断された。4月胃全摘術。5月化学療法（SOX-Nivolumab）2コース施行。7月支離滅裂
な言動やうつ症状見られ3コース目の化学療法は施行できなかった。B病院担当医に勧めら
れ地元のC精神科病院を受診した。うつ病と診断され薬物処方されたが自己中断し、胃が
んの治療も中断した。8月D病院を受診、内服は「殺される」と言い拒否。9月イレウスとな
りE病院に入院。保存的加療で軽快。退院後食事摂取困難となり D病院よりFクリニック
へ訪問診療依頼された。反応乏しくセルフネグレクトの状態であった。1週間後に明らかに
衰弱FクリニックG医師より演者に電話連絡あり。演者が各診療科の受診調整し家族に伴
われ当院受診した。【診断】#1胃癌T4aN3aM1、#2大うつ病性障害、単一エピソード、精
神病性の特徴を伴う（DSM-5、296.24）【入院後経過】精神病床に医療保護入院した。クロ
ミプラミン50mgの点滴静注にて食事が全量摂取できた。X＋1年3月D病院緩和ケア病棟
へ転院し永眠された。【考察】「顔の見える関係」の連携が「がん難民」を適切な医療機関へ結
びつけた。発表当日は「顔の見える関係」ではない医療連携について注意すべき点を皆さん
と共に考えたい。

O1-34-5
医療接遇に対する外来看護職員の意識変化～小集団活動を通しての取り組
み～
重政∙真衣（しげまさ∙まい）、柳田∙由紀子（やなぎだ∙ゆきこ）、山口∙沙帆（やまぐち∙さほ）、塩村∙理恵（しおむら∙りえ）、
岩田∙一恵（いわた∙かずえ）、西川∙梨沙（にしかわ∙りさ）、鳥越∙俊宏（とりごえ∙たかひろ）

NHO 福山医療センター外来

【はじめに】患者の不安な気持ちに寄り添うことで安心感を与え、患者と医療者間の信頼関
係を速やかに築くためにとくに医療接遇は外来では重要である。しかし職員への十分な接
遇教育が行われていない現状があった。そのため2022年より外来看護職員を対象に外来医
療接遇に対する意識の向上を目的として取り組みを開始した。 【方法】1.接遇マニュアル作
成と勉強会を実施2.KPTを用いた振り返り3.強化月間を設け啓発ポスターを掲示（4回/年）
4.医療接遇自己評価チェックを実施。 【結果】医療接遇自己評価の平均点は2022前期40.6
点、後期45.7点、2023前期41.6点、後期46.6点であった（満点60点）。 【考察】2022
年前期から後期にかけて評価が上昇したのは、医療接遇の知識の習得とKPTで各診療科の
課題と目標を明確化し取り組んだ結果といえる。2022年後期から2023年前期にかけて評
価が下降している。その理由としては、年度替わりで小集団活動の継続ができていない期
間があり取り組みを推進できていなかったこと、退職やチームの再編成による業務に慣れ
た実質的人員の減少が大きく影響したのではないかと考える。また、2023年前期から後期
にかけて評価が再上昇したのは、勉強会の実施、啓発ポスターの掲示によって外来看護職
員の意識が向上したことが結果に繋がったと考える。 【終わりに】限られた時間と煩雑な外
来業務では、業務効率や看護の質の向上に繋がりにくい。定期的な医療接遇教育と、日頃
から自己の仕事の取り組み方について各自がリフレクションを行い、医療接遇を意識し続
けることは、外来医療接遇のスキルの向上に必要不可欠である。 

O1-34-4
ちょっとした幸せ届け隊～お産セット・分娩キットの内容の見直し
筒井∙円香（つつい∙まどか）、藤崎∙真代（ふじさき∙まよ）、柚木∙直子（ゆのき∙なおこ）、中本∙裕美（なかもと∙ゆみ）、
村上∙友紀（むらかみ∙ゆき）

NHO 岡山医療センター産科

A病院での分娩件数は昨年389件と年々減少してきている現状がある。そこで、お産セッ
トの内容見直しを行い、患者が好むと思われる物品に変更することで、患者満足度上昇、
病院のアピール、A病院での出産希望者増加の効果を期待した。また、お産セット（分娩後
に使用するパッドや退院後の児の臍消毒用のアルコール綿）と分娩キット（分娩時に使用す
る綿花やガーゼ、綿球等）は入院前に売店で支払いし、入院時にそのレシートを病棟スタッ
フが確認後、購入したものを病棟で患者に渡している。患者が売店まで足を運ぶ手間と、
レシートを確認する病棟スタッフの業務負担を軽減するために、入院費用と一緒に支払い
方法を1本化したいと考え、業務改善に取り組んだ。具体的には、お産セットの見直しとし
て直後パッド（605円）を廃止し、同機能がある安価な使い捨てTパンツ（276円）とギャザー
付きパッドへ変更し、（329円）の費用軽減できた。以前は防水シーツ（121円）や臍箱（136
円）、児に使用するおしりふき（253円）は入っておらず病院からの無償提供であったが、今
回お産セットに組み込むことで病院の費用削減にもつながった。分娩キットは使用頻度の
低い紙エプロン（310円）を廃止し、包んでいるピンクの布を防水性のシーツへ変更するこ
とで胎盤計測にも利用できるようにした。以前（3960円）だった費用が（2760円）となり

（1200円）の費用削減につながった。これらの内容見直しで、以前とほぼ同額でA病院のマ
スコットキャラクターが描かれたオリジナル臍箱や某キャラクターの袋などを入れること
ができた。今後もお産セット内容変更後の不具合がないか、患者満足度に変化があるのか
評価していきたい。

O1-34-3
A病院における医療サービスの質向上に向けた取り組み　 
～動画を活用して～
黒原∙かおり（くろはら∙かおり）、頃末∙初美（ころすえ∙はつみ）、岡本∙三重子（おかもと∙みえこ）、常久∙幸恵（つねひさ∙さちえ）

NHO 岡山医療センター患者支援センター

【背景】A病院は高度急性期医療を担う中核病院であり、地域医療機関より紹介受診される
患者が多い。高齢者が多く、説明内容の理解が難しいといった状況も発生している。【目的】
外来受診方法や入院手続きの説明動画を導入し、病院のホームページから視聴可能にする。
また、地域医療機関を介しA病院の患者支援センターに関する機能などを患者・家族に案
内してもらい、安心して医療サービスを受けることができる。【方法】外来受診方法（エスカ
レーター・車椅子などの場所、初診受付・再診受付・受付時間）、入院説明内容を動画作製し、
ホームページに掲載する。患者支援センターの紹介（支援内容等）動画を作製し連携病院と
の意見交換会などで放映し、地域医療機関に紹介する。【倫理的配慮】肖像権において個別
に同意を得た。プライバシーに配慮し、動画への映り込みを確認し、最終版とした。【結果・
考察】外来受診方法の説明動画、入院説明動画を作製し、令和6年12月よりホームページ
からの視聴を開始した。入院説明動画は患者支援センター待合でテレビ画面にて流し、入
院説明に活用している。動画視聴を活用することで、説明内容に一貫性を持たせることが
でき、説明漏れがなくなった。動画の再視聴を案内することで、問い合わせの電話も1日平
均7件から2件へ減少している。患者支援センターの紹介動画をA病院主催の連携病院との
意見交換会で放映し、地域医療機関に広報した。動画を利用し視覚的にアプローチするこ
とで、患者・家族の安心・安全な診療に繋げることができた。【おわりに】動画視聴回数や
患者満足度アンケート結果をもとに評価・修正し、他の説明動画作製も行っていく。
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O1-35-5
オピオイド自己管理への取り組み　―医療安全と運用の簡便さのバランス
を模索する―
相木∙佐代（あいき∙さよ）1,2、前倉∙俊也（まえくら∙としや）1,2、櫻井∙真知子（さくらい∙まちこ）2,3、吉金∙鮎美（よしかね∙あゆみ）2,4、
田中∙綾（たなか∙あや）2,4、青野∙由依（あおの∙ゆい）2,4

1NHO 大阪医療センター緩和ケア内科、2NHO 大阪医療センターケアサポートチーム、 
3NHO 大阪医療センター看護部、4NHO 大阪医療センター薬剤部

平成18 年に厚生労働省「病院・診療所における麻薬管理マニュアル」が改訂され、入院患
者のオピオイドのレスキュー製剤の自己管理導入が広まってきている。当院でも、これま
で何度もレスキュー製剤（速報製剤の内服薬及び注射剤のボーラス投与）の自己管理につい
て導入を模索されてきたが、諸事情により見送られてきた経緯があった。しかし一方で、
自己管理指導がなされず患者が退院後不適切使用に至ったり、がん診療連携拠点病院の指
定要件の1つに自己管理運用が実施されていることが含まれたりしたことから、早急に運用
方法を整備することとなった。自己管理を導入する上で課題となったのは、（a）盗難や紛失
の予防、（b）自己管理の適格性の継続した評価方法の整備、（c）残薬数（量）とカルテ記載と
の整合性の担保、であった。しかしながら、安全性や管理の正確性を重視すると、自己管
理導入の運用方法が煩雑となり、反って臨床現場において自己管理が導入されにくくなる。
やがて運用方法の認知度が低下し、さらに導入件数が減少していく結果につながる。自己
管理の運用を継続していくためには、啓発活動を続けて行っていく他、運用方法の簡便化
に向けた見直しも適宜必要であると考えられる。本報告を通して、当院での運用方法を紹
介した上で、自己管理マニュアルの認知度、および導入への障壁に関する院内調査の結果
も踏まえながら、安全性と簡便さのバランスが取れた運用に向けて検討したい。

O1-35-4
薬学実習生を対象とした多施設共同オンライン緩和医療教育に関する評価
藤田∙憲一（ふじた∙けんいち）1,5、中村∙孝佑（なかむら∙こうすけ）1,5、吹譯∙靖子（ふきわけ∙やすこ）2,5、章∙勇気（しょう∙ゆうき）2,5、
永井∙良（ながい∙りょう）3,5、林∙俊吾（はやし∙しゅんご）3,5、形部∙文寛（ぎょうぶ∙ふみひろ）4,5

1NHO 福山医療センター薬剤部、2NHO 浜田医療センター薬剤部、3山口宇部医療センター薬剤部、 
4NHO 広島西医療センター薬剤部、5中国四国地区国立病院薬剤師緩和ケア委員会

【目的】薬学実務実習では医療人としての技能や態度を習得する目的として参加型実習が行
われており、薬学教育モデル・コア・カリキュラムにて「緩和医療とその治療薬」について
は習得すべき項目に挙げられる。中国四国地区国立病院薬剤師会緩和ケア委員会では、同
グループ施設内での指導薬剤師の負担軽減と実習生へ一定水準の実習の提供を考え、オン
ライン上での講義とロールプレイ（以下RP）を行い、その評価を行ったので報告する。

【方法】対象施設は、グループ内23施設とした。対象者は、指導薬剤師が希望する施設の
2023年2期、3期、4期の実習生とした。オンライン上で緩和医療に関する講義とRPを実
施し、両方受講した学生に対して実習前後で緩和ケアへの興味の変化、満足度などに関す
るアンケート調査を実施した。
また、4期終了後、参加した12施設の実習担当薬剤師に対して受講動機や業務負担軽減効
果に関するアンケート調査を実施した。

【結果】実習生のアンケート対象者は、39名であった。実習前アンケートの結果より、87％
が緩和ケアへ興味があったと回答し、実習後アンケートでは、全ての学生において緩和ケ
アへの興味が増したと回答していた。
実習担当薬剤師のアンケートについては参加施設12施設中10施設より回答があり、業務
負担軽減効果を問う質問では、講義に関しては90％、RPに関しては70％が負担軽減になっ
たと回答があった。

【考察】今回オンラインで行った多施設共同の緩和医療教育は、薬学生の緩和ケアへの興味
を高めること、実習担当薬剤師の業務負担軽減に寄与することが示唆された。今後もグルー
プ内の緩和医療教育の均一化や業務負担軽減のため積極的に推し進めていきたい。

O1-35-3
緩和ケア病棟開設に伴う放射線治療部門の取り組み
清水∙俊宏（しみず∙としひろ）1、岩垣∙千里（いわがき∙ちさと）1、上田∙圭二（うえだ∙けいじ）1、眞鍋∙信子（まなべ∙のぶこ）2、
大西∙貴香（おおにし∙ききょう）3、牧田∙智誉子（まきた∙ちよこ）4、岡田∙すなほ（おかだ∙すなほ）5

1NHO 長良医療センター放射線科、2NHO 長良医療センター看護部、 
3NHO 長良医療センター緩和ケア内科、4岐阜県総合医療センター放射線治療科、 
5岐阜大学医学部附属病院放射線科

【背景・目的】当院は2023年1月に緩和ケア病棟を開設した。緩和ケア病棟は手術や抗がん
剤など、がんを治すことを目標とした治療ではなく身体の痛みなどを和らげ、心のつらさ
に対しても専門的にケアすることを目的に運営される。そのため、開設当初は緩和ケア病
棟からの放射線治療依頼を想定していなかったが、2023年3月に症状緩和を目的とした放
射線治療を行い患者の症状が改善された症例を経験した。そこで放射線治療担当技師は緩
和ケアに対する理解を深める必要があると考え、2023年4月から新たな取り組みを行うこ
とにした。【方法】緩和ケア病棟の患者で緩和的放射線治療が有用であった症例について検
討を行い、定期的に緩和的放射線治療についての勉強会を放射線治療部門で開催する。また、
緩和ケア病棟から放射線治療のコンサルテーションが入った場合、技師も放射線治療医と
共に病棟往診に参加する。多職種で連携をとり、患者の状況を把握する。【結果】緩和照射
が有用であった症例や、緩和照射の適応はあるものの患者の状態から緩和照射が困難であっ
た症例について検討し、緩和的放射線治療の適応について理解を深めることができた。また、
放射線治療医と緩和ケア内科医のコミュニケーションが円滑になり、緩和ケア内科医から
のコンサルテーションが増加した。さらに、技師が放射線治療医と共に病棟往診に参加し
患者の状態を直接把握することで、実際の放射線治療までの流れがスムーズとなり、放射
線治療医の不在時には緩和ケア内科医から技師が直接相談を受けるようになった。【結論】
症例検討や病棟往診に参加するなどの新たな取り組みにより、技師の緩和ケアに対する理
解を深めることができた。

O1-35-2
精神科医が緩和ケアチーム専従医師として提供する緩和ケア　―ケースス
タディ―
松山∙哲晃（まつやま∙てつあき）、清水∙知美（しみず∙ともみ）

NHO 北海道がんセンター緩和ケア内科

2006年の「がん対策基本法」制定以来、全国のがん診療連携拠点病院を中心に緩和ケアチー
ムが設置され、早期からの緩和ケア提供体制の整備が進められてきた。NHO北海道がんセ
ンター（以下、当院）でもがん治療専門病院として早期からの切れ目のない緩和ケア提供を
目標に掲げ、2006年に緩和ケアチーム活動を開始、2008年に緩和ケア外来を開設、そし
て2016年には緩和ケア病棟を開棟し、緩和ケアの充実を図ってきた。当院での緩和ケア提
供体制の特徴の一つは、緩和ケアチーム専従医師、および外来診療を主に精神科医が担当
してきたことである。当院の診療体制は、各診療科からの依頼内容、がん治療担当医と緩
和ケア担当医との役割分担に少なからず影響を与えた。そしてリソースの特徴に見合った
緩和ケア提供体制が構築されてきた。当院のこれまでの診療実績を調査することで、がん
治療専門病院における緩和ケア提供のケーススタディとして報告する。
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W-4
The efficacy of A diagnostic system for pancreatic 
adenocarcinoma diagnosed with under 10 mm in our hospital
酒井∙椋平（さかい∙りょうへい）、古澤∙弘毅（ふるさわ∙ひろき）、松尾∙俊樹（まつお∙としき）、木村∙真規子（きむら∙まきこ）、
朝日向∙良郎（あさひな∙よしろう）、小村∙卓也（こむら∙たくや）、加賀谷∙尚史（かがや∙たかし）

NHO 金沢医療センター消化器内科

[Introduction] Early diagnosis of pancreatic ductal adenocarcinoma (PDAC) is 
important for improving outcome of PDAC. We have constructed a PDAC early 
diagnostic system that emphasizes using endoscopic ultrasound (EUS) and EUS 
fine needle aspiration (EUS-FNA), which is useful for detection of pancreatic 
tumor and acquiring specimen.In our hospital, EUS-FNA is performed as much as 
possible for cases suspected of PDAC, and in cases when histology is negative 
or EUS-FNA is not possible, serial pancreatic juice cytological examinations 
(SPACE) are performed with nasopancreatic drainage tube. A total of 20 patients 
diagnosed with PDAC of 10 mm or less from December 2018 to August 2023 in 
our hospital. Additionally we present typical minute PDAC case diagnosed by the 
system.[Case] 75 years old male was admitted to our hospital with epigastralgia. 
CT showed small cysts in the pancreatic body with atrophy of the surrounding 
parenchyma. MRCP showed multiple small cysts with distal dilated pancreatic 
duct. Although, we could not perform EUS-FNA due to detect no low echoic 
lesion, we could diagnosis as PDAC using SPACE, so surgery was curatively 
performed.

W-3
A case report of diaphragmatic hernia that could be repaired by 
endoscopy
西海∙大樹（にしうみ∙たいき）、高添∙愛（たかそえ∙あい）、由井∙美佳（よしい∙みか）、玉木∙陽穂（たまき∙ようすい）、
斉藤∙裕樹（さいとう∙ひろき）、横浜∙吏郎（よこはま∙しろう）、平野∙史倫（ひらの∙ふみのり）、西村∙英夫（にしむら∙ひでお）

NHO 旭川医療センター消化器内科

A 73-years-oldman with history of HTLV-1 related myelitis, presented with 
anorexia and epigastric pain. He was afebrile with slightly distended abdomen. 
Blood pressure and pulse were 148/103mmHg, and 87bpm and SpO2 was 92%.  
Plain erect abdominal X-ray showed that his stomach was expanded below the 
right diaphragm, and all colon and rectum were dilated. Previous CT image of 
his abdomen recognized mixed hiatal hernia. At this time his upper and middle 
body of stomach was expanded and filled, and returned into abdominal cavity 
below the right diaphragm. Antrum of stomach and bulbs of duodenum were 
protruded into the thoracic cavity on the right side of esophageal hiatus, and 
the descending duodenal leg was collapsed. Because the esophagus and upper 
stomach had replaced into abdominal cavity, antrum and duodenal bulbs moved 
into thoracic cavity where esophageal hiatal hernia existed previously leading to 
the gastrointestinal obstruction. During the upper gastrointestinal endoscopic 
examination, we could insert tip of scope into descending duodenal leg. By 
contrast agent under endoscopy, we confirmed that passing obstruction was 
removed, and antrum and duodenal bulbs were returned into abdominal cavity. 
After the endoscopic examination, he could start to eat. We will report the case 
of diaphragmatic hernia that could be endoscopically repaired along with some 
literature review.

W-2
A case of metastatic liver cancer with atypical imaging findings 
and clinical course
加藤∙雄也（かとう∙ゆうや）、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）、大元∙航輝（おおもと∙こうき）、
岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）、柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）、櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）、北田∙浩二（きただ∙こうじ）、
濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）、徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）、
大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）、稲垣∙優（いながき∙まさる）

NHO 福山医療センター統括診療部

A 78-year-old man underwent laparoscopic-assisted sigmoidectomy (D3) and 
partial colectomy (D1+a) for sigmoid colon cancer and transverse colon cancer. 
One and a half years after surgery, a contrast-enhanced CT scan showed a 
low density lesion of 5 mm in S8 of the liver, and PET revealed a mild FDG 
accumulation in the same area. Thereafter, periodic imaging examinations 
showed no change in the shape of the liver tumor. On CT scan 3 years after 
surgery, the S8 tumor in the liver was enlarged and the peripheral bile duct was 
dilated. Based on the above, the diagnosis of intrahepatic cholangiocarcinoma 
of the bile duct intraductal type, T2N0M0 stage 2, was made, and a hepatic S8 
subcategorization resection was performed. The histopathological finding was 
similar to a previous sigmoid colon cancer. The immunostaining was positive 
for CDX2, SATB2, cytokeratin 20, cytokeratin 7, and cytokeratin 19, and the 
diagnosis of metastatic colorectal cancer was made. We report our experience 
of colorectal liver metastases with IPNB-like atypical imaging findings and clinical 
course, with discussion of the literature.

W-1
Intracerebral hemorrhage in a thrombocytopenic patient after 
treatment of nontuberculous mycobacterial pulmonary disease
保崎∙泰人（ほさき∙たいと）1、下村∙壮司（しもむら∙たけし）2、黒田∙芳明（くろだ∙よしあき）2、檜垣∙雅裕（ひがき∙まさひろ）3、
中村∙真季子（なかむら∙まきこ）4、井上∙祐太（いのうえ∙ゆうた）4、立山∙義朗（たちやま∙よしろう）4

1NHO 広島西医療センター初期臨床研修医、2NHO 広島西医療センター血液内科、 
3NHO 広島西医療センター脳神経内科、4NHO 広島西医療センター臨床検査科

Drug-induced immune thrombocytopenia (DITP) can be life-threatening and often 
hard to differentiate from primary immune thrombocytopenia. A 52-year-old 
Japanese male was transferred to our hospital due to severe thrombocytopenia. 
He had been taking glucocorticoids for interstitial pneumonia for seven months, 
complicated with nontuberculous mycobacterial pulmonary disease, and started 
treatment with isoniazid, rifampin, and levofloxacin six weeks before. Three days 
before the admission, he had profuse nasal bleeding, and the platelet counts 
turned out to be 3 x 109/L. The pulmonologist stopped the medication, and 
platelet concentrates were transfused daily after that, but they were ineffective. 
On admission, a bone marrow biopsy revealed the normocellular marrow with 
abundant megakaryocytes. On the same day, he developed right hemiplegia, and 
the CT scan showed the left lobar intracerebral hemorrhage. His consciousness 
deteriorated. Profound thrombocytopenia deterred the surgical procedure. We 
started intravenous immunoglobulin infusion and dexamethasone pulse therapy. 
The platelet counts increased to 11 x 109/L  the next day and normalized after 
a week. After one month, he could eat orally and was in rehab for his agnosia 
and hemiparesis. Rifampin poses the highest risk for DITP among the others. 
Treatment-related thrombocytopenia demands a prompt multidisciplinary 
approach.
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W-8
Efficacy and safety of durvalumab combined with gemcitabine 
and cisplatin in patients with advanced biliary tract cancer
小林∙倫太郎（こばやし∙りんたろう）1、長沼∙篤（ながぬま∙あつし）1、鈴木∙悠平（すずき∙ゆうへい）1、
安岡∙秀敏（やすおか∙ひでとし）1、星野∙崇（ほしの∙たかし）1、柿崎∙暁（かきざき∙さとる）1,2

1NHO 高崎総合医療センター消化器内科、2NHO 高崎総合医療センター臨床研究部

Background: The TOPAZ-1 phase III trial reported a survival benefit with 
durvalumab, an anti-PD-L1 antibody, in combination with gemcitabine and 
cisplatin (GCD) in patients with advanced biliary tract cancer (BTC). This 
retrospective study investigated real-world conditions.Methods: Clinical 
parameters, treatment outcomes, predictive factors for response, and adverse 
events were analyzed.Results: The study included 52 patients, with a median age 
of 73 years. There were 36 cases of cholangiocarcinoma (distal: 10, perihilar: 
19, intrahepatic: 7), 13 cases of gallbladder cancer, and 3 cases of ampullary 
carcinoma. Stages were locally advanced in 30 cases and metastatic in 22 
cases. Treatment outcomes included an overall response rate (ORR) of 25.0%, 
a disease control rate (DCR) of 78.8%, a median progression-free survival (PFS) 
of 8.6 months, and a median overall survival (OS) of 13.9 months. The platelet-
lymphocyte ratio (PLR) was suggested to be potentially useful for predicting 
PFS. Gallbladder cancer had a significantly poorer prognosis compared to 
other cancers. Changes in CEA levels before and after 6 weeks of treatment 
were significant predictors of both PFS and OS. Immune-related adverse events 
included hypothyroidism in 2 cases, cholangitis in 1 case, and enteritis in 1 case.
Conclusions: GCD therapy is a useful regimen for unresectable BTC in real-world 
practice.

W-7
A case of small intestinal metastasis of malignant pleural 
mesothelioma diagnosed by surgery
堀口∙裕紀（ほりぐち∙ゆうき）、西井∙和也（にしい∙かずや）、田村∙朋季（たむら∙ともき）、白羽∙慶祐（しらは∙けいすけ）、
小柳∙太作（こやなぎ∙たいさく）、梅野∙貴裕（うめの∙たかひろ）、久山∙彰一（くやま∙しょういち）

NHO 岩国医療センター呼吸器内科

Malignant pleural mesothelioma(MPM)’s direct invasion and metastasis to 
surrounding organs are common, but metastasis to the small intestine is very 
rare. 
In this report, we describe a case in which black stools appeared during 
chemotherapy for MPM, and a definitive diagnosis of small intestinal metastasis 
was made by surgery. The patient was an 82-year-old male with epithelial type 
MPM T4N0M0 Stage IIIB, diagnosed by pleural biopsy after pleural effusion was 
detected. 18 courses of single agent gemcitabine and 40 courses of nivolumab 
were administered to him, and he had a long period without distant metastasis. 
However, during nivolumab administration, black stools and progressive anemia 
were occurred, and a small intestinal tumor was suspected on CT scan. After a 
while, a partial resection of the small intestine was performed, and pathological 
examination revealed a diagnosis of sarcoma type MPM metastasis to the small 
intestine. After the surgery, best supportive care was selected, and he was dead 
8 months after the surgery. The pathological autopsy revealed that MPM had not 
only metastasized to the small intestine, but also to the liver, left chest wall, and 
rib.
Although small intestinal metastasis of MPM is rare, it is important to consider 
small intestinal metastasis in cases of gastrointestinal bleeding where the source 
of the bleeding is unknown.

W-6
A Multidisciplinary Collaboration Model to Provide Bio-Psycho-
Social Support for Mothers and Newborns Facing Challenges
面∙美来（おもて∙みらい）1、河野∙佳奈（こうの∙かな）2、三浦∙香里（みうら∙かおり）3、山本∙尭（やまもと∙たかし）1、
薮内∙彩乃（やぶうち∙あやの）1、手塚∙舞花（てづか∙まいか）1、前田∙直則（まえだ∙なおのり）1、鳥居∙健一（とりい∙けんいち）1、
土岐∙真智子（とき∙まちこ）1、鈴木∙絵里（すずき∙えり）1、藤田∙尚代（ふじた∙ひさよ）1、三春∙晶嗣（みはる∙まさし）1

1NHO 東京医療センター小児科、2NHO 東京医療センター医療福祉相談室、 
3NHO 東京医療センター看護部（助産師）

NHO Tokyo Medical Center (NTMC) welcomes over four hundred newborns 
into the world annually, a number of them born to mothers facing bio-psycho-
socially challenging circumstances. At NTMC, midwives, nurses, medical social 
workers, OBGYNs, and pediatricians work as a multidisciplinary team and 
cooperate with public health nurses to ensure the well-being of both the mother 
and child through seamless collaboration and communication. In 2022, NTMC 
recorded 462 births, of which 66 births community services we involved. Details 
of how to assure the best interest of the mother and child will be shared using 
real-life cases encountered. Specifics such as the utilization of questionnaires to 
determine the need for intervention, when to get involved, what kind of medical, 
financial, and sociologic support is provided, tips for providing continuous 
support, and how to empower the mother will be shared. Additionally, the focus 
will not just be from the hospitals perspective but also from the mother and 
childs perspective, touching on how their mental state, sociologic situation, and 
environment evolve throughout the whole intervention. By demonstrating this 
comprehensive approach, NTMC hopes to advocate for mothers and newborns 
facing adversity and exhibit a model system that other hospitals can emulate and 
ameliorate to their own organizational structure and patient situations.

W-5
A case of Takotsubo cardiomyopathy complicated by acute 
exacerbation of COPD
羽白∙亮（はじろ∙りょう）1、石田∙健一郎（いしだ∙けんいちろう）2、東∙俊樹（ひがし∙としき）2、村尾∙修平（むらお∙しゅうへい）2、
田尻∙昌士（たじり∙まさし）2、野邊∙亮丞（のべ∙りょうすけ）2、田中∙太助（たなか∙たすけ）2、下野∙圭一郎（しもの∙けいいちろう）2、
小川∙晴香（おがわ∙はるか）2、小島∙将裕（おじま∙まさひろ）2、曽我部∙拓（そがべ∙たく）2、大西∙光雄（おおにし∙みつお）2

1NHO 大阪医療センター職員研修部、2NHO 大阪医療センター救急救命科

A 75-year-old man with COPD was admitted to our emergency room due to 
fever and pharyngeal pain for two days and acute dyspnea for one hour. He 
was tachypneic and poorly oxygenated, and wheezes were heard. A blood gas 
analysis showed CO2 retention, and ECG showed ST elevation in lead II, III, aVf, 
and V2 to V6. Echocardiography showed diffuse asynergy and a decrease in left 
ventricular ejection fraction. Since his oxygenation and level of consciousness 
deteriorated, he was intubated and given ventilatory support. Coronary 
angiography demonstrated significant stenosis of the coronary arteries. We 
estimated that he had an acute exacerbation of COPD triggered by respiratory 
infection, leading toTakotsubo cardiomyopathy. After admission, the patient 
was treated with ABPC/SBT, AZM, tulobuterol, and methylprednisolone. He 
was extubated on the seventh day of hospitalization. With a gradual decrease 
in oxygen administration, his respiratory condition did not deteriorate, and the 
cardiac contraction significantly improved. The patient was discharged on the 
16th day. Takotsubo cardiomyopathy is a transient abnormality of myocardial 
wall motion, which physical or emotional stress precedes. When a patient 
with chronic respiratory failure complains of respiratory distress, it is crucial to 
consider complications of Takotsubo cardiomyopathy as well as worsening of 
the underlying disease.
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P1-1-4
レオカーナ治療における初期血流量の違いが血圧変化に与える影響
半田∙宏樹（はんだ∙ひろき）1、多賀谷∙正志（たがや∙まさし）1、吉岡∙音奈（よしおか∙ねな）1、前東∙貴大（まえとう∙たかひろ）1、
渡邊∙眞人（わたなべ∙まこと）1、河藤∙佳乃（かとう∙よしの）1、岩崎∙光流（いわさき∙ひかる）1、井元∙真紀（いもと∙まき）1、
村高∙拓央（むらたか∙たくお）1、久恒∙一馬（ひさつね∙かずま）1、岡野∙慎也（おかの∙しんや）1、小田∙洋介（おだ∙ようすけ）1、
入船∙竜史（いりふね∙りゅうじ）1、市川∙峻介（いちかわ∙しゅんすけ）1、高橋∙俊介（たかはし∙しゅんすけ）2

1NHO 呉医療センター ME管理室、2NHO 呉医療センター腎臓内科

【緒言】高度慢性下肢虚血の治療法として使用されるレオカーナは、その治療過程で血圧低
下が報告されている。使用に際しては、関連学会の定める適正使用指針を遵守することが
重要であるが、治療開始時の血流量に関する知見は十分ではない。

【目的】本研究では、当院で施行したレオカーナ治療中の血流量と血圧変動について後方視
的に検討することを目的とした。

【対象】対象は、2022年1月から2023年12月までに当院でレオカーナ治療をされた包括
的高度慢性下肢虚血患者とした。抗凝固薬としてヘパリンを使用して施行された10症例
61回を対象とした。

【方法】血圧測定は、治療開始前と治療開始から30分間は5分間隔で行い、治療開始から
30分以降は15分間隔で測定した。治療開始前の平均血圧を基準に各測定時間での平均血
圧の変化率を算出した。レオカーナ治療開始時の血流量に基づき、60ml/min未満群（10回）
と60ml/min以上群（51回）の2群に分類し、治療開始から5，10，15，20，25，30，
60，90，120分後の血圧変化率を比較した。また、治療開始から各測定時間の中で最も低
かった平均血圧に到達するまでの時間についても比較した。

【結果】血圧変化率の比較では、治療開始後15分および20分の時点で、60ml/min以上群
に有意な血圧低下が認められた。一方、最も低い血圧に到達するまでの時間においては、
両群間に有意差を認めなかった。

【結論】レオカーナ治療開始時の血流量を60ml/min未満に設定することは、治療中の血圧
変動を抑制するための有効な戦略となる可能性が示唆された。

P1-1-3
術中エンドトキシン吸着療法（PMX）を安全に施行した1例
佐藤∙榛名（さとう∙はるな）、二階堂∙俊輔（にかいどう∙しゅんすけ）、松田∙龍之介（まつだ∙りゅうのすけ）、南∙志穂（みなみ∙しほ）、
郷古∙昌春（ごうこ∙まさはる）、千葉∙裕之（ちば∙ひろゆき）、亀沢∙志帆（かめざわ∙しほ）、氏家∙亜純（うじいえ∙あすみ）、
滑川∙隆（なめかわ∙たかし）、松田∙恵介（まつだ∙けいすけ）、畠山∙伸（はたけやま∙しん）

NHO 仙台医療センター臨床工学室

【背景】術中にPMXを施行したとの報告は少ない。今回術前から術後までPMXを施行継続
した症例を経験したため報告する。【症例・経過】70代男性。腎臓悪性腫瘍摘出術後、腹痛
を訴えCT撮影をした所、上腸間膜動脈の閉塞が確認された。2回の小腸切除術が施行され
たが、2回目の小腸切除術の前に敗血症性ショックとなりPMXを導入した。PMXは著効し
ており手術搬送までの経過時間が2時間に満たなかったため術中も継続する運びとなった。
装置と患者との距離を確保するため1mのエクステンションチューブ（延長チューブ）を用
いて回路を延長した。装置は清潔野が確保でき、かつ動線に配慮した場所に設置した。抗
凝固剤は通常投与（ナファモスタットメシル酸塩30mg/hr）とした。術中の出血量は5ml程
度であった。帰室後、持続的腎代替療法（CRRT）も必要となりPMXを一旦離脱、術前から
使用したトレミキシンにCRRT回路を追加し再開した。【考察】延長チューブを使用する事
で移動中のリスクおよび術中の清潔野の確保、手技への影響を軽減できたと考える。延長
チューブを使用する事による回路抵抗の影響が危惧されたが、回路内圧の変化は少なくア
ラームの鳴動もなかった。また、抗凝固剤の使用により術中の出血量が増加することが危
惧されたが、出血量はごく少量であり、影響はなかったものと考える。術後にCRRTを追
加し継続使用した。トレミキシンは使用本数が限られているため有用な方法であったと考
える。【結論】術前から術後まで継続して安全にPMXを施行することができた。今後術中の
PMX施行も選択肢となりうる。

P1-1-2
当院の透析急変時における初期対応戦略
矢野∙元基（やの∙げんき）1、本田∙浩一（ほんだ∙こういち）1、川崎∙徹也（かわさき∙てつや）1、藤本∙照久（ふじもと∙てるひさ）1、
矢野∙宏貴（やの∙ひろき）1、馬場∙信高（ばば∙のぶたか）1、菊池∙秀年（きくち∙ひでとし）2

1NHO 別府医療センター統括診療部手術部ME機器管理室、2NHO 別府医療センター腎臓内科

＜背景・目的＞当院の透析病床数は8床と少ないが,地方都市における中核施設である背景
から,透析導入や周術期患者を主とした重症患者の透析に従事することが多い特徴を有す
る.そのため,透析中の急変頻度が高く,年に1例程度の割合で心肺蘇生法（以下CPR）現場
に遭遇する状況である.そこで我々は,透析施行中における患者の急変対応について,スタッ
フ間の役割を明確化するとともに,対応内容について検討を行ったので報告する.＜方法＞
CPR施行中の役割を明確化するにあたり,腎臓内科医師,看護師,臨床工学技士による3職種
連携チームを立ち上げ,各職種の視点から意見を出し合うことで初期対応での必要人数や役
割分担について検討を行うこととした.＜結果＞連携チームにおける意見を基に,各職種が
行う対応内容および役割分担について細分化した「役割カード」ならびに「CPR初期対応表」
を作成した.更に,ブラッシュアップを目的としてアンケート調査を行ったところ看護師か
ら「役割について理解できた」,「少人数を想定したシミュレーションがしたい」など前向き
な回答を得ることができた.＜考察＞透析時においてCPR対応は少人数で初期対応にあたる
ことも考えられるためスタッフ間の連携が非常に重要である.事前に役割を明確にし,役割
分担することで混乱を防ぎ,迅速にCPRが行えるのではないかと考える.しかしアンケート
の結果からもシミュレーションの必要性が示唆されるため定期的なシミュレーションを実
施していく必要があると考えられる.＜結語＞今後は役割カードを用いて様々なシチュエー
ションを想定したシミュレーションを行っていき,どのスタッフが対応しても質が落ちない
CPR体制を整えていきたい.

P1-1-1
Selective PEの導入を経験して
長屋∙祐太郎（ながや∙ゆうたろう）、森∙洸太（もり∙こうた）、荒井∙伽月（あらい∙かづき）、田村∙成己（たむら∙なるみ）、
川野∙竜政（かわの∙りゅうせい）、平野∙雄大（ひらの∙ゆうだい）、永田∙京夏（ながた∙きょうか）、奥間∙彩（おくま∙あや）、
大津∙暁翔（おおつ∙あきは）、森∙圭佑（もり∙けいすけ）、玉垣∙健児（たまがき∙けんご）、柳澤∙雅美（やなぎさわ∙まさみ）、
瓦谷∙義隆（かわらだに∙よしたか）、片岡∙剛（かたおか∙つよし）

NHO 京都医療センター臨床工学科

【はじめに】近年、膜型血漿分離器より孔径の小さい血漿分離器を用いた選択的血漿交換（以
下、SePE）の有用性が報告されている。SePEは血漿成分全般を除去対象とする単純血漿交
換（以下、PE）とは異なり、血漿分離膜の小孔径をフィブリノゲンとIgGとの間の大きさに
設定した膜を用いて、フィブリノゲンや凝固因子を血漿中に留めながらIgGより小さい分
子量の物質を除去し、凝固因子の除去を抑えられるアフェレシスである。今回、尋常性天
疱瘡の症例に対して有用であったのでその経験を報告する。【症例】71歳女性。尋常性天疱
瘡に対して5％アルブミンを置換液としたPEを週3回で計10回施行にて症状改善し、一
旦PEは終了となった。2週間後症状増悪し、フィブリノゲン低下も見られた為、治療法に
ついて他職種カンファレンスを行いSePEに変更となった。【方法】装置はACH-Σ、血漿
分離器はエバキュアプラス（EC-4A10）を使用した。処理量は患者の循環血漿量と目標PV

（plasma volume）から算出し、置換液は25％アルブミンと酢酸リンゲル液を混合し、Alb
濃度は血中Alb濃度*0.74に調整して作成を行った。【結果】SePEを週2回で計8回行い、
フィブリノゲン低下はPE治療時と比べ軽度であり、文献的推移と同等であった。合併症も
なく治療が完結でき、退院となった。【考察】初めて行う治療をマニュアル作成したことに
より、多くのスタッフが安全にできたと考えられる。当院での血液浄化の選択肢が増えた
と考えられる。【結語】当院で初めてSePEを導入したが、臨床工学技士が介入することで安
全に治療を行うことができた。臨床工学技士としてチーム医療の一員の中で存在価値を示
せたと思われる。
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P1-2-1
診療材料費削減の取り組みについて
伊東∙敦嗣（いとう∙あつし）

NHO 大分医療センター管理課

【目的】当院の診療材料費の購入額は約5.1億円であり全体の費用の約10％を占めている。
年々増加する費用を抑えるため診療材料費を適正価格で購入することは病院経営にとって
重要な課題である。ベンチマークシステムで分析を行い、平均価格より高く購入している
全体の約3割・1040品目について平均価格以下となるよう交渉を実施した。目標はベンチ
マーク上A上端となるように設定、年間610万円の削減とした。【方法】卸業者およびメー
カーに対し業者向け説明会を実施。病院全体の取組みであることを強調するために院長先
生同席で行い、説明会後、個別に面談を行い説明会趣旨について理解いただいたことを確
認した。その後見積依頼を行い、希望価格に到達していない業者・メーカーに対して個別
に価格交渉を実施。削減効果が大きく見込まれる品目については、ベンチマーク上の立ち
位置を確認することの他、切替の可否も含めた同種同効品の確認を事前に関係診療科医師
と実施。さらに交渉の場には診療科部長に同席を依頼することで卸業者・メーカーに対し
有利に交渉を進めることが可能となった。【結果】年間570万円の削減達成。ただしSPD業
者への成功報酬が別途発生。【結論】病院全体の取組みであることを業者にアピールしたこ
と、関係医師の同席があったことで、比較的交渉を有利に進めることができたと考える。
半年間かけて計3回根気強く交渉を行った。なお今回はSPDと共同で価格交渉を実施して
おり、見積の集計・分析や同種同効品の提案などを依頼した。ただし成功報酬型SPDであ
る場合は本取組に関しての取扱いを事前に確認する必要があると考える。

P1-1-7
ヘパリンコート及びポリマーコート体外循環回路における補体第3、第4
成分推移の比較
岩崎∙光流（いわさき∙ひかる）、多賀谷∙正志（たがや∙まさし）、渡邊∙眞人（わたなべ∙まこと）、前東∙貴大（まえとう∙たかひろ）、
吉岡∙音奈（よしおか∙ねな）、井元∙真紀（いもと∙まき）、村高∙拓央（むらたか∙たくお）、久恒∙一馬（ひさつね∙かずま）、
岡野∙慎也（おかの∙しんや）、入船∙竜史（いりふね∙りゅうじ）、小田∙洋介（おだ∙ようすけ）、市川∙峻介（いちかわ∙しゅんすけ）、
半田∙宏樹（はんだ∙ひろき）

NHO 呉医療センター ME管理室

【背景】
心肺補助を目的とした体外循環回路は、生体適合性を上げるためにコーティングが施され
ている。本邦では、ヘパリンコーティング（HC）とポリマーコーティング（PC）が多く使用
されているが、これらのコーティングの相対的な優位性について、不明瞭な点が多い。

【目的】
体外循環血液中の補体第3、第4成分（C3、C4）の推移についてHC回路とPC回路で比較し、
両者の相対的な優劣を検討する。

【方法】
HC人工肺+PCチューブで構成された実験回路とPC人工肺+PCチューブで構成された実
験回路をそれぞれ5系統ずつ準備した。ヒト全血をこれらの実験回路で再循環させ、0，8，
16，24，32時間後のC3、C4の量を測定し比較した。統計解析は反復測定分散分析を用い、
有意水準を0.05％とした。

【結果】
C3の推移はPC回路よりもHC回路で有意に低下した。一方、C4の推移はHC回路とPC回
路で有意差を認めなかった。

【考察】
血液中の補体が活性化すると、補体活性化成分は3種類の補体活性化経路を辿って変換され
るが、この変換を低下と捉えると、PC回路はC3の変換を抑制したと解釈することができ
る。血液の異物接触による補体活性化はC3優位の第二経路が主とされている事を考えると、
PC回路はHC回路に対して異物接触反応抑制に関して優位であると言える。

【結語】
体外循環回路におけるPCは、HCよりも補体活性化を抑制する可能性がある。

P1-1-6
当院の腹水濾過濃縮再静注法の現状
高野∙一誉（たかの∙かずほ）1、山本∙美和（やまもと∙みわ）1、小沢∙柚乃（おざわ∙ゆの）1、
富澤∙翔（とみざわ∙かける）1、山下∙雅弘（やました∙まさひろ）1、児玉∙怜祐（こだま∙りょうすけ）1、野澤∙忠弘（のざわ∙ただひろ）1、
高橋∙寧史（たかはし∙やすふみ）2、古川∙鉄平（ふるかわ∙てっぺい）2

1NHO 信州上田医療センター臨床工学技士、2NHO 信州上田医療センター腎臓内科

【背景】腹水濾過濃縮再静注法（以下：CART）はがんや肝硬変などによってたまった腹水（又
は胸水）を採取して、腹水濾過器で細菌や癌細胞等を除去し、濃縮器でアルブミン等の蛋
白質を濃縮し再び体内に戻す治療法である。これにより難治性腹水の呼吸苦、腹部膨満感、
腹部緊満による疼痛が緩和され、自分の蛋白成分を再利用することにより血漿アルブミン
製剤使用時に懸念される感染性等の副作用を回避する利点がある。【目的】当院のCARTの
施行状況と安全性を検討する。【方法】2022年4月1日～ 2024年3月31日にCARTを施
行した19症例、延べ48例を対象とし電子カルテから後ろ向きにデータを収集した。【結果】
疾患別：肝硬変10名（52.6％）膵臓癌4名（21.1％）卵巣癌3名（15.8％）胃癌1名（5.3％）
食道癌1名（5.3%）、腹水採取量7283±2200g（485-11400）、濾過濃縮前腹水中Alb 濃
度1.2±1.1g/dl（0.3-6）、濃縮量479±178g（190-1200）、濾過濃縮後Alb濃度12.0±
4.3g/dl（3-21.5）、副作用発現率（症例数ベース）31.6％、6例・14件（発熱12件，蕁麻疹
2件）、心拍数再静注 前vs後（86.9±18.7 vs 86.0±15.6 NS）体温再静注 前vs後（36.9
±0.5 vs 37.4±0.9 P＜0.001）収縮期血圧再静注 前vs後（105.9±15.5 vs 109.8±
18.1NS）【結語】当院の腹水再静注の副作用発現率は31.6%（症例数ベース）であった。す
べて非重篤で翌日には回復した。腹水処理において全症例で腹水濾過器の圧上昇や回路ト
ラブル等なく安全に施行できた。

P1-1-5
浸透圧分析装置の精度管理方法の見直し
長野∙真唯（ながの∙まい）、石田∙朋行（いしだ∙ともゆき）、藤野∙唯依加（ふじの∙ゆいか）、宮田∙香菜子（みやた∙かなこ）、
黒田∙聡（くろだ∙さとし）、玉岡∙大知（たまおか∙だいち）、居原∙照高（いはら∙てるたか）、三代∙英紀（みしろ∙ひでき）

NHO 関門医療センター ME機器技術センター

（緒言）当院の透析センターでは、透析液の生成が正常であるか評価するために、血液ガス
分析装置にてpHおよび電解質（Na・K）を、浸透圧分析装置（日機装社製　OSA-33）にて
浸透圧値の測定を毎日透析開始前に行っている。しかし、浸透圧値が不安定であったため、
pH・電解質の測定値のみで評価を行っていた。そのため、浸透圧分析装置の精度管理方法
を見直すこととなった。（目的）浸透圧分析装置の精度管理方法を見直し、透析液の浸透圧
値の評価方法を確立することで安全な透析を行えるようにする。（内容）浸透圧値の不安定
な原因が、浸透圧分析装置の測定誤差であることを明確にするために、メーカーより同一
の浸透圧分析装置を借りて、当院の浸透圧分析装置との比較測定を行った。結果、当院の
浸透圧分析装置の精度が悪いことが判明した。経年劣化を疑い、オーバーホールを行った
ところ、数値は安定した。生理食塩水を測定したところ286mOsmであったため、日々の
コントロール液として生理食塩水を測定し、286mOsmの±1％以内に入っていれば正常
とした。それに伴い、透析液の浸透圧値の範囲を決定した。以上の2点を精度管理と透析液
の評価として確立した。（結語）浸透圧分析装置の精度管理を徹底することで、測定誤差を
なくすことができた。また、透析液の浸透圧値の評価方法を確立することで、安全な透析
を実施することに繋がった。
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P1-2-5
救急医療管理加算算定向上によって生じた病院経営への影響力
高橋∙邦明（たかはし∙くにあき）

NHO 栃木医療センター事務部企画課医事

【背景】2017年、2018年の厚生局による個別指導で、救急医療管理加算が指摘され多額の
返還が生じた。それ以降、当該加算の算定が消極的となり、病院収益に大きな影響を与え
た。また、算定件数の減少に伴い、機能評価係数2（うち救急医療係数）も低下し、経営に
悪循環をもたらした。今回、診療情報管理士を中心に救急医療管理加算の算定件数を増加
させ、悪循環を改善するための取り組みを報告する。【方法】院長、副院長、統括診療部長、
外来診療部長、救急科医長、診療情報管理士が協力し、全救急入院患者に対して、算定要
件に準じた評価が可能な体制を考案した。「救急医療管理加算の項目ごとに、医学的根拠を
踏まえた評価基準を設定」、「設定した評価基準のテンプレート化」など。【結果】評価体制構
築前（2018年度）の算定件数が10,214件（金額：71,166千円）に対し、2023年度の算定
件数が18,405件（金額：138,247千円）と大幅に増加した。算定件数の増加に伴い、機能
評価係数2（うち救急医療係数）にも結果として表れた。2018年度と2023年度の実績比で
は0.00584（救急医療係数のみ）の増加、2023年度実績からの試算では、約10,000千円
のDPCの入院収入増にも繋がった。なお、2023年度の救急医療管理加算による査定率は
0.03%であった。【結論】全救急入院患者に対する評価体制を構築したことにより、算定件数、
機能評価係数2及び1人当たりの平均入院診療単価が増加するなどの相乗効果が生まれ、病
院経営の悪循環から好循環へ転換することができた。1つの課題に取り組むことで、算定へ
の意識が一層高まるため、継続的な現状分析を実践し、積極的な経営改善を図ることが今
後も求められる。

P1-2-4
救急医療管理加算「その他の重症な状態」50％以下への取り組み
枝∙由季（えだ∙ゆき）1、富永∙奈美子（とみなが∙なみこ）1、平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）1,2

1国立循環器病研究センター医療情報部、2国立循環器病研究センター情報統括部

【背景と目的】令和6年度診療報酬改定では、救急医療管理加算の算定要件が見直され、救
急医療管理加算2のシ「その他の重症な状態」が50%を超えた場合、420点から210点へ引
き下げられる。当センター病院は循環器病専門であることから救急医療の比率が高く、改
定の影響を確認すると、「その他の重症な状態」の算定率が90％であり、緊急入院となる症
例が多いことから210点に減額された場合、病院経営に大きなマイナス影響となる。そこ
で、救急医療管理加算2のシ「その他の重症な状態」の算定率を50%以下とすることを目的
として実施した取り組みについて報告する。【方法】救急医療管理加算について、医事算定
入力担当者や臨床現場の医師へ確認したところ、基準となる症例への解釈が診療科や医師
により異なっていること、算定根拠として用いている救急医療管理加算チェックシートが
誤解を招く入力方法となっていたことが課題として判明した。そこで、以下の2点を実施し
た。1.急医療管理加算チェックシートの変更し、項目選択をわかりやすくした。2.毎月デー
タ抽出を実施、算定率を確認し、院内への周知とともに必要であれば診療科への説明を行
うこととした。【結果】これらの取り組みの結果、2024年2月から2024年4月では、救急
医療管理加算2のシ「その他の重症な状態」の算定率が90%から50%以下に減少した。【ま
とめ】救急医療管理加算2の算定状況について現状把握と課題を確認し、チェックシートの
変更などを実施した結果、50％以下を達成出来た。今後も毎月検証を継続するとともに速
やかに課題を把握し水準を維持できる体制を構築する予定である。

P1-2-3
演題取り下げ

P1-2-2
SPD契約更新時の診療材料費削減の一例
青山∙壮大（あおやま∙まさひろ）、山崎∙悦伸（やまざき∙えつのぶ）、太田∙聡（おおた∙さとし）

NHO 東京医療センター事務部企画課

【背景・目的】
当院では従前から医療材料等調達及び物品管理業務委託（以下、SPD）を成功報酬型で契約
している。その中で診療材料費については、年間33億円程度で費用の14％を占めている
ため、削減することが急務であった。契約更新の時期を迎え、入札後の交渉により削減効
果が必ず出る契約を締結することができた。本交渉過程や契約方法を発表することにより、
成功報酬型SPDでも費用削減することが可能であることの一例を紹介する。

【方法】
入札公告前から現行業者と交渉を重ね、当院の要望を伝えた上で仕様書を作成した。入札
終了後においても、契約方法や削減目標について度重なる交渉の末、診療材料費について
大幅な削減となる契約を締結することができた。

【結果】
総合評価落札方式にて入札を実施し、診療材料費について最低でも年間約9，000万円の削
減に成功した。

【考察】
成功報酬型として契約したとしても、仕様や契約方法を工夫したが更に業者と交渉を進め
ていくことにより診療材料費の削減に繋がったと考えられる。
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P1-3-2
地域連携で行うCOPD合併肺癌患者の周術期包括的リハビリテーションに
ついて（第2報）
西村∙真希（にしむら∙まき）、三浦∙彰悟（みうら∙しょうご）、原田∙敏昭（はらだ∙としあき）、正司∙春代（しょうじ∙はるよ）、
原田∙洋明（はらだ∙ひろあき）、柴田∙諭（しばた∙さとし）

NHO 東広島医療センターリハビリテーション科

【はじめに】肺癌手術を必要とする患者はCOPDやサルコペニアを合併している場合が多く、
入院中の術後リハビリテーション実施が重要である。呼吸・全身機能維持改善のためにも
術前からの介入、（術後）退院後にも介入が必要であると考え、当院では昨年度より地域と
連携したCOPD合併肺癌患者の周術期包括的リハビリテーションを開始について報告した。
今年度より新たに一施設病院加わり、症例件数も増加したので報告したい。【経緯・方法】経
緯は当院では肺癌手術患者に対し、術前に評価・術後リハビリテーションの説明を行ない、
術後1日目より当院プロトコルにより術後リハビリテーションを実施していた。しかしなが
ら、術前評価と術後入院10日間程のリハビリテーションでは呼吸・全身機能維持改善が十
分に得られていないと考えられ、昨年度より呼吸外科医師の呼びかけの下、近隣の他施設
病院と連携し、肺癌患者の周術期包括的リハビリテーション開始した。連携を円滑に行う
ため、協力病院と定期的（2週間に1回）にWeb多職種カンファレンスを実施している。継
続的にリハビリテーションを実施することで、術後に呼吸機能が低下した症例も時間をか
けて改善している。また今年度より新たに一施設病院の協力を得ることができた。【まとめ】
術後に呼吸機能が低下した症例にも継続的にリハビリテーションを実施することで、呼吸
機能の向上に繋がっていくと考える。今後も対象患者の評価をすすめ、肺癌患者の周術期
包括的リハビリテーションの効果を更に検証していきたい。

P1-3-1
地域連携栄養相談の取り組みについて
松本∙楓子（まつもと∙ふうこ）1、宮本∙真奈美（みやもと∙まなみ）1、鳥山∙明子（とりやま∙あきこ）2、和田∙順也（わだ∙じゅんや）3、
吉村∙いつみ（よしむら∙いつみ）4、原田∙佳明（はらだ∙よしあき）5

1NHO 舞鶴医療センター栄養管理室、2NHO 奈良医療センター栄養管理室、 
3NHO 南和歌山医療センター企画課、4NHO 舞鶴医療センター地域医療連携室、 
5NHO 舞鶴医療センター内科系診療部

当院に通院の患者であれば、入院から外来まで栄養指導を継続的に行っているが、状態が
安定した場合などは近隣のかかりつけ医に紹介することが多い。しかし、その場合、かか
りつけ医に管理栄養士が常駐していないために継続的に栄養指導を受けることができず、
食事療法・運動療法の実践が困難となっているケースがあると以前から近隣医院より相談
があった。また、外来栄養指導件数も減少傾向にあったため、栄養指導件数増加の一環と
して提案し、病院幹部より賛同があり、令和5年9月より、地域医療連携室と共同し、地
域連携栄養相談を導入することとなった。取り組み開始に向け、地域医療連携室には流れ
の構築および関連部署への調整を依頼し、栄養管理室は様々な必要書類の作成等を行った。
令和5年12月より近隣医院より栄養指導予約が入り始め、現時点で5名（糖尿病4名、脂質
異常症1名）の指導を行っている。依頼のあった医院へ指導結果のフィードバックをするだ
けでなく、お礼の電話連絡をいただく等、日々連携を図り、より良い関係を構築している。
今後も地域の医院と密に連携を図り、栄養指導の充実化・地域住民の栄養管理に貢献して
いきたいと考える。また、この取り組みを通して、外来栄養指導件数増加にもつなげてい
きたい。

P1-2-7
次期電子カルテへ向けたコストカットの取り組み
三浦∙佑典（みうら∙ゆうすけ）

NHO 別府医療センター情報システム管理室

2018年2月に稼働した現電子カルテシステム（富士通GX）が7年目になりカルテ更新の時
期を迎えている。
しかし、近年の物価高、人件費の高騰等が重なり他施設でも初期費用のみで20億円を超え
る金額で提案されている
当院でも例外なくコスト高の煽りを受け初期費用が24億円（税込み）で提案された。
本来はコンサルに依頼しコスト削減をするところだが、コンサルの場合はコンサル料以外
にも、
安いという理由からコンサルと脈のあるシステム会社に勝手に変更される、予算の配分、
病院運用を考えない仕様ができるなど、
ヒアリング能力やシステム設計ができないコンサルにあたると
導入したシステムが使えない上、コストだけかかるといったことも多々にある。
そこで当院ではコンサルなしで情報システム室が中心になり
放射線・検査等のシステムを含めた次期電子カルテのシステム全体の設計を行った。
本稿段階では本部承認を得ていないが、
進捗状況を含めて次期電子カルテ導入へ向けて主にコスト削減の取組みを紹介する。

P1-2-6
標準バーコードを利用した物品管理の構築に向けて
松井∙一樹（まつい∙かずき）1、大島∙浩徳（おおしま∙ひろのり）1、矢嶋∙隆宏（やじま∙たかひろ）2、後藤∙しのぶ（ごとう∙しのぶ）3

1NHO 東尾張病院研究検査科、2NHO 東尾張病院薬剤科、3NHO 東尾張病院事務部企画課

【はじめに】近年JANコード（GTIN）を利用した物流標準化が進んでいる。発注や在庫管理、
トレーサビリティの確保利用など様々な利用促進構築が為されてきた。今回、様々なコー
ド体系を考慮するシステム構築に向けた検討において得られた若干の知見を体外診断用医
薬品（IVD）を中心に報告する。

【方法】所属する病院検査室内で取り扱っているIVD、研究用試薬、医療材料、分析装置消
耗品、一般消耗品などに付属するGTIN情報を回収し、管理用情報テーブルを構築した。

【結果】IVDで商品コード2種（JAN,GS1）,製造番号,使用期限を120品目すべて、研究用試
薬では、50品目中35品目の商品コード,医療材料では30品目中24品目の商品コード,製
造番号,分析装置消耗品では、20品目中5品目、一般消耗品では、35品目中29品目の商品
コードが格納できた。

【結論】IVDにおいてJAN,GS1が併用されているが一致しない例があった。
IVDのうち分析装置搭載用試薬で個包装に付属する日本分析機器工業会「医用自動分析装置
用試薬容器バーコード」の取り込みも実現できたため、個包装管理も可能と思われる。医療
材料ではGTIN14が浸透しており、AIによる包装単位区別も可能であった。
IVDではGTIN13対応によりGS1が多く包装単位での区別が困難であり、トレーサビリ
ティとしては分離してしまっている現状がわかった。物品管理システムの管理用テーブル
としてAIおよびチェックデジットを除く形式でGTINを格納することが最も網羅性が高い
ことが示唆された。また、IVDの個包装における「医用自動分析装置用試薬容器バーコード」
も別途格納することで個包装対応が可能となるが、分析装置搭載対象外のIVD等課題が残
る。
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P1-3-6
認知症地域医療連携によるレカネマブ治療連携パスの構築とレカネマブ専
門外来の設置
江澤∙直樹（えざわ∙なおき）1、澤田∙美乃里（さわだ∙みのり）1、上條∙祐衣（かみじょう∙ゆい）1、廣瀬∙智弓（ひろせ∙ちゆみ）2、
牛山∙祐子（うしやま∙ゆうこ）2、古谷∙力也（ふるたに∙りきや）1

1NHO 信州上田医療センター脳神経内科、2NHO 信州上田医療センター看護部

【目的】2023年12月にアルツハイマー病による軽度認知障害および軽度の認知症患者に対
してレカネマブによる治療が可能となり、的確な診断及び適正使用推進ガイドラインに基
づいた治療が求められるようになった。長野県上小地区において各専門医が連携し、レカ
ネマブ治療連携パスを作成することで円滑な治療導入および継続投与を可能にすることを
目的とした。当院では連携パスに対応しうる専門外来を設置することとした。【方法】長野
県上小地区における各学会専門医（日本神経学会5名、日本脳神経外科学会1名、日本精神
神経学会1名）が中心となり、レカネマブ適正使用に関する連携会議を行った。当院内にお
いて認知症看護認定看護師と連携し専門外来の設置を検討した。【結果】当地区で初回投与
可能施設は当院と単科の脳神経外科病院のみである。レカネマブ投与を前提とした物忘れ
相談がかかりつけ医にあった場合はまず専門医のいる医療機関へ紹介し、専門医がレカネ
マブ適応症例の選択を行ったうえで治療の可能性がある患者を初回投与施設へ紹介するた
めの初回依頼用連携パスを作成した。紹介患者は、初回投与施設で治療適応の有無につい
て診断を受け、適応の場合は初回投与が実施される。投与開始6か月経過後は、患者の希望
により紹介元の専門医の医療機関で治療を継続できるよう、継続投与用連携パスも作成し
た。定期的な認知機能検査や頭部MRI検査は引き続き初回導入施設で施行する方針とした。
以上のように連携パスを作成し、当地区におけるレカネマブ治療が円滑に行われる体制を
整えた。当院は初回投与施設として専門外来を設置し、適切な患者評価、検査を行うこと
ができるようチーム体制を整えた。

P1-3-5
演題取り下げ

P1-3-4
非侵襲的陽圧換気療法を導入する認知症患者家族への効果的な退院支援
赤井∙愛美（あかい∙まなみ）、堤上∙綾香（つつみがみ∙あやか）、森川∙理菜（もりかわ∙りな）、笠原∙梓（かさはら∙あずさ）、
本庄∙千春（ほんじょう∙ちはる）

NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科

【目的】非侵襲的陽圧換気療法（以下NPPV）導入への認知症患者家族への効果的な退院支援
内容について明らかにする。【事例紹介】慢性閉塞性肺疾患、ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症、70歳代、女性、
全介助、CO2ﾅﾙｺｰｼｽを繰り返すため、終日NPPV中。70歳代夫（主介護者）、息子2人と同
居。患者家族は自宅退院と意思決定した。【方法】診療録や看護記録からNPPV導入し退院
に至るまでの支援内容を抽出し、振り返る。【看護の実際】意思決定後早期に医師、ｹｱﾏﾈｰｼﾞ
ｬｰ等の多職種とｶﾝﾌｧﾚﾝｽし、介護ｻｰﾋﾞｽを見直した。NPPVの取扱いや生活援助等の技術を夫
と息子1人に指導し、宿泊訓練をした。ｹｱ場面を確認し自宅で実践可能なｹｱ方法を家族と共
に検討した。夫と息子はﾍﾞｯﾄﾞやNPPVの配置、必要物品等を相談し、退院準備した。退院
前訪問し、訪問看護師と手技獲得状況について情報共有した。2週間後の訪問時、NPPV対
応や生活援助技術が向上していた。患者は、「家が一番」、夫は、「A氏の隣で生活でき幸せ
だ。息子の協力の元、息抜きできている。」と発言した。【考察】主介護者以外の家族を含め行っ
た技術指導や宿泊訓練は家族間の協力体制の構築に繋がった。宿泊訓練は、自宅での介護
場面のｲﾒｰｼﾞ化となり、実践可能なｹｱ方法を共に検討することで、より在宅療養に近づいた
と考える。多職種と連携し、退院後も継続して支援することで、技術向上に繋がり、再入
院なくNPPV継続を可能にしたと考える。【結論】NPPV導入し在宅療養する患者家族間の
協力体制構築への支援は重要であった。実践可能なｹｱ方法を家族と共に考え、多職種と共
同した絶え間ない支援は在宅療養継続を可能にした。

P1-3-3
柳井医療圏域のタクシー会社に勤務する乗務員を対象とした認知症等の認
識度調査
藤本∙雅子（ふじもと∙まさこ）1、林∙ゆみ（はやし∙ゆみ）1、檜垣∙綾（ひがき∙あや）1、今村∙栄次（いまむら∙えいじ）1,2、
宮地∙隆史（みやち∙たかふみ）2

1NHO 柳井医療センター地域医療連携室、2NHO 柳井医療センター脳神経内科

【はじめに】当圏域では、認知機能低下等で運転免許証返納後の移動手段はタクシー利用が
主となる。今回、タクシー乗務員の認知症等についての認識度調査を行ったので報告する。

【対象・方法・倫理的配慮】内閣府の令和2年1月報告『「認知症に関する世論調査」の概要』を
参考にアンケートを作成した。圏域内のタクシー会社6事業所（介護タクシー会社除く）に
勤務する乗務員113名を対象にアンケート用紙を配布し同意が得られた乗務員に回答を依
頼した。本調査は当院倫理審査委員会にて審議・承認（Y-5-3）。【結果】回答者79名（回答
率61.9％）。認知症について：よく知っている・知っている77％。これまで認知症の人と
接したことがある74％。認知症のイメージ：介護施設に入ってサポートを利用することが
必要41％、サポートを利用しながら地域で生活していける20％、自ら工夫しながら今まで
通り自立的に生活できる16％、何もできない13％であった。高齢の乗客対応に関する相談
先：警察署43％、役所14％、地域包括支援センター 0％であった。【考察・まとめ】認知症
に対するイメージは、介護施設に入ってサポートを利用することが必要になるとの回答が
多く、地域での生活が困難となった時点でようやく認知症と認識される可能性がある。ま
た認知症について「あまり知らない・知らない」との回答が2割を占めており認知症に関す
る啓発が必要である。更に高齢者の乗客対応で困った際には認知症疾患医療センターであ
る当院や地域包括支援センターの活用についての周知が必要である。
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P1-4-3
重症心身障害児（者）病棟に勤務する看護師に必要とされる能力
松井∙瑞帆（まつい∙みずほ）

NHO 新潟病院重症心身障害児（者）

【はじめに】重症心身障害児（以下：重症児）（者）病棟に勤務する新人看護師は患者との意
思疎通に対する不安が生じやすい。重症児（者）の特徴は、運動機能や感覚機能に著しい制
限があり、反応が微弱であり、言語的な応答も困難な場合が多い。しかし、重症児（者）病
棟に勤務する看護師に必要とされる能力について明らかにしている文献は少ない。この研
究から看護師に必要とされる具体的な能力を明らかにでき、重心病棟に勤務する新人看護
師の指導に役立てられると考える。【研究方法】「重症心身障害」「意思疎通」「本文あり」の
キーワードで文献検索し257文献の内、51文献を分析した。【結果】7つのコードから3つ
のカテゴリー（A重症児の反応を捉えようとするモチベーション（やる気）、Bわずかな変化
や体の動きを観察することから、患者の感情や思いをアセスメントする能力、C身体的特徴
から合併する症状を見据え、看護ケアを個別に実践する能力）が抽出された。【考察】重症児

（者）は言語的コミュニケーションを困難とするため、関係構築の際にやる気が必要とされ
る。また、新人看護師は最初、目の前の対象の普段の様子が分からないため、変化に気が
付くことは困難である。そのため、重症児（者）から表出される反応を日頃の関わりから意
識して捉えるように伝え、意味付けを繰り返すことで対象の感情等をアセスメントできる
ようになる。また、新人看護師は個別性を理解し、ケアに繋げるまでの過程を考える能力
が不足している。合併症状の予防や緩和に取り組み、重症児（者）の状態安定の保持を図る
ためには、看護師の個別性の高いケアを実践する能力が必要である。

P1-4-2
重症心身障害者病棟における看護方式の再考 ～受け持ち看護師主体の看護
実践の効果～
飯沼∙忍（いいぬま∙しのぶ）、廣田∙智恵（ひろた∙ちえ）、岸添∙有喜子（きしぞえ∙ゆきこ）

NHO 兵庫中央病院看護部

【はじめに】重症心身障害者病棟では看護師と療養介助職がペアとなり患者を受け持つがA・
Bチームの患者が総室に混在し複数の病室を受け持つため連携が取りにくく、一部機能別に
なっていた。部屋ごとに受け持ち、受け持ち看護師主体の看護実践に変更することで、看
護の質を向上、感染拡大防止に取り組んだ。【実施】令和5年7月～令和6年2月。チーム毎
に病床をまとめ、部屋単位で患者を担当、ケアは担当するペアで行うようにした。慣習化
されていた14時からの申し送りを朝に変更。チーム内の情報共有・調整はリーダー指示型
から受け持ち看護師主体の申し合わせに変更した。【結果】改善前と比較し2度以上の褥瘡
は8件から0件。インシデントでは、療養上の世話の観察不足によるものが11件から1件、
チューブ管理が15件から8件に減少。また、担当病室を限定したことで職員がCOVID-19 
に罹患した際の患者の感染暴露の機会が減少し、感染対策病室が減少した。動線を短くし
たことで空いた時間を使い、日中活動支援が増加した。スタッフから「担当患者の観察がし
やすくなった」「無駄な動きが無くなった」と好評価を得た。【考察】部屋単位で患者を担当
することで、看護師と療養介助職がペアで担当患者のケアを直接実践でき、意図的な観察
の強化と確実な看護実践に繋がり、褥瘡発生やインシデントが減少した。受け持ち看護師
が主体となって行動計画を立ててケアを行うことにより、個々の看護師のアセスメント力
が向上すると共にケアの充実に繋がった。【今後の課題】看護師・療養介助職それぞれが専
門性を発揮し患者の看護・介護を共働して行うことで更なる患者の看護の質の向上・患者
のQOL向上に努めたい。

P1-4-1
重症心身障害児病棟におけるセル看護を基本とした受け持ち制度導入につ
いて
上野∙愛子（うえの∙あいこ）、須藤∙紗妃（すとう∙さき）、藤田∙智美（ふじた∙ともみ）、佐々木∙美紀（ささき∙みき）

NHO 茨城東病院看護部11病棟

【目的】当院の重症心身障害児（者）病棟では、令和5年10月より障害者施設等入院基本料
10対1から7対1に変更となった。自部署に入院する患者は、医療的ケア児を含め医療依
存度の高い患者が多い。具体的には、人工呼吸器装着患者23%、経腸栄養患者52%と重症
度が高く、今後高齢化とともに学齢期の重症患者が増加することが予測されている。そこ
で、看護の質向上と職場環境の改善を目的に、セル看護を基本とした受け持ち制度を導入
したため、経過を報告する。【方法】各セル（4床室）の病床を再編成した。また、学齢期患
者を同ブロックに集約するとともに、養護学校の授業スペースを確保した。更に、カンファ
レンス方法や入浴方法の変更や必要物品を調達した。評価方法として、看護の質について、
抑制時間や褥瘡発生率、療育活動参加率等を調査した。職場環境については、超過勤務時
間調査と意見箱設置によるスタッフの意見とした。【結果・考察】看護の質については、抑制
時間が短縮し、患者と看護師双方の療育活動参加率も向上したが、褥瘡発生率に変化はな
かった。要因として導入時に目標を共有したことが関連したと考える。職場環境に関しては、
超過勤務時間は減少したが、業務の煩雑さや多忙などのネガティブな意見が多く、職場環
境が改善したとはいえなかった。要因として、スタッフのリーダーシップ教育が不足して
おり、効果的に看護師同士の協働が実践できていなかったことが関連したと考える。【結語】
今後は、スタッフひとり一人のリーダーシップ教育を強化するとともに、スタッフの職場
環境に対するニーズの査定と、満足感をもたらす要因の検討を実施していく。

P1-3-7
新規認知症治療薬の導入に伴う地域医療連携体制の再構築の検討
上木∙英人（じょうき∙ひでと）1、竹井∙暖（たけい∙だん）1、木村∙瑞希（きむら∙みずき）1、浦上∙尚也（うらがみ∙なおや）1、
井手∙龍之介（いで∙りゅうのすけ）1、畠山∙友香（はたけやま∙ゆか）2、高瀬∙昌浩（たかせ∙まさひろ）2

1NHO 横浜医療センター脳神経内科、2NHO 横浜医療センター地域医療連携室

【背景】アルツハイマー病（AD）に伴う軽度認知障害および軽度認知症に対する新規治療薬
レカネマブが上市されたが、適応の判断や副作用に対する対応など課題が多く、厚労省の
最適使用推進ガイドラインに従って使用する必要がある。レカネマブを当院で導入するに
あたって取るべき戦略を検討する。【方法】2024年1月～ 3月の期間に、他院より認知症

（疑い例を含む）の精査目的で当院当科を紹介受診した症例のうち、病歴や認知機能評価ス
ケールからレカネマブ適応となる可能性がある症例数を推定する。また、2024年5月に発
表された認知症及び軽度認知障害（MCI）の有病率の報告書と、横浜市が公表している「町
丁別年齢別人口（住民基本台帳による）」の人口構成を元に、地域におけるMCIの有病者数
を推定する。これらを元に、新たな地域医療連携の再構築について検討する。【結果】3 ヶ
月間に認知症（疑い例を含む）の精査目的で紹介受診となった症例は計15例であった。非専
門医（脳神経内科、脳神経外科、精神科以外の医師）からの紹介が13例であり、うちレカネ
マブ適応となる可能性の症例数は6例（46％）であった。専門医からの紹介は2例でいずれ
も可能性あり（100％）であった。一方、地域内のMCIの有病者数は11620名と推計した。
過去の報告で、MCI患者のうちアミロイドPET陽性となるのは67％とされており地域内で
は7786名と推計した。【結論】MCIについては潜在的な患者も含めると診療実態と大きな
解離がある。まずは地域の専門医との地域医療連携体制を強化した上で、より多くのMCI・
認知症患者の診療を地域全体で行う必要がある。
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P1-4-7
重症心身障害児者病棟における看護観を語るカンファレンスを実施して
平岡∙淳子（ひらおか∙じゅんこ）

NHO 鈴鹿病院看護部長室

【はじめに】病棟では様々な経験を持つスタッフが集まり、派遣採用等働き方の多様化によ
り、各スタッフの大事にしている看護を理解しにくい。また重症心身障害児者は患者から
の反応が得られにくく、日々の看護にどんなやりがいを感じているか理解し合う機会がな
い。更に病棟の目指す看護理念が明確になっていなかったことから、看護観を語り病棟理
念を決定するカンファレンスを開催した効果を明らかにする。【方法】1.期間: R 6年2月～
R 6年3月2.方法:1）看護概念化シートを使用し看護観を発表し合うカンファレンスを開催
2）看護観からキーワードを抽出し病棟理念を立案　3）アンケート実施（カンファレンスの
目標達成度を5段階評価、感じた事を自由記載とし内容を分類）【結果考察】アンケート結
果ではカンファレンス目標の「自身の看護観を深める」、「他スタッフの看護観を共有」、「病
棟の目指す看護の明確化」は9割以上、「重心病棟での看護のやりがいにつなげる」は8割以
上の者が目標達成状況について「あてはまる」と回答。その他の意見では、他者の今迄の経
験からの看護観を聞き看護の幅が広がった、自分とは違う視点が素敵、重心看護に興味が
深まった、病棟理念ができ同じ方向を向き看護の質が向上するという意見があった。臨床
では状況を俯瞰し本質を見抜く概念化能力の向上が必要である。これは看護を意味付けし
看護観の醸成につながる。更に概念化する中で看護実践論に昇華させ、これを言語化し日々
の実践や理論と対比し新たな看護を創発することが、看護の質向上につながる。看護観を
語るカンファレンスは成長過程で看護を振り返る、他者理解の機会としても効果があった
と考える。

P1-4-6
A病院においての重症心身障がい児（者）看護のリフレクションの取り組み
～重心看護を語る会を開催して～
林∙祐樹（はやし∙ゆうき）

NHO あわら病院小児科神経内科

【はじめに】A病院は重心チーム会の活動で年2回重心看護を語る会を開催している。令和5
年度は重症心身障がい児（者）（以後重心児）が入所する2病棟で各1回ずつ開催した。病棟
経験が長い看護師や療養介助職が多い中で自らの看護や介護を客観的に振り返り言語化す
る事で重心児についての理解が深まりケアの向上に繋げたいと考えた。【方法】B病棟、C病
棟で看護部長、副看護部長、看護師長、看護師、療養介助職15名程度で語る会を実施。2
名の職員を選定し、看護や介護を語り、その後にディスカッションを行った。【結果】「コ
ロナ禍で集団活動が減少し、車椅子に乗る機会が減り体の変形や拘縮が進んでいるように
感じ、ケアを見直したい」「学会で重心児の睡眠障害には日光浴が有効とあったので時間と
りたい」「訴えのできない重心児には観察が重要」といった内容が語られた。ディスカッショ
ンでは業務が忙しい中でもケアの質の向上を図り、患者にとってより良い療養環境を目指
したいという意見や、散歩など今まで出来なかった活動を増やしていきたいと前向きな意
見を共有できた。また長期療養している重心児への関わり方では日常の馴れが虐待に繋が
る一因になるという意見もでた。【考察・結果】重心看護を語る会を実施して、自分の思いを
言語化し、他部署で共有することができた。共通していることは多忙な業務や、コロナ禍
で制限がある中で、今より良いケアを行いたいという思いを多くのスタッフが持っている
事がわかった。会開催により、重心チーム会で骨折リスクスケールを作成し、それをもと
に多職種でカンファレンスを行う事も増え、重心看護を語る会による看護の質向上の効果
を実感できた。

P1-4-5
重症心身障害児（者）病棟で働く中堅看護師の語りが後輩看護師に及ぼす効果
柿木∙美穂（かきのき∙みほ）、田中∙優美（たなか∙ゆうみ）、今田∙梢（いまだ∙こずえ）、永徳∙沙織（えいとく∙さおり）、
加藤∙まりえ（かとう∙まりえ）、定益∙政子（じょうます∙まさこ）

NHO 南九州病院小児科

【背景】A病棟で働く看護師は、重症心身障害児（者）病棟の経験歴が短く、自分の看護に自
信が持てなかったり、困難感を抱いて葛藤したりすることも多い。しかし、その葛藤を共
有する場がなく、悩みを抱き続けたまま看護をしている状況にある。【目的】重症心身障害
児（者）病棟で勤務する中堅看護師の語りが後輩看護師に及ぼす効果について明らかにする。

【方法】重症心身障害児（者）病棟経験歴5年目以上の中堅看護師3名、重症心身障害児（者）
病棟経験歴3年目以下の看護師3名を対象とした。半構成インタビューを用いて行い、イン
タビュー内容をもとに逐語録を作成し、すべての逐語録から記述に関するコードを抽出し
た。本研究は、南九州病院倫理審査委員会の承認を得て行った。【結果】中堅看護師の語り
を聞いた後輩看護師への効果は、64コードからなり、16サブカテゴリ、《先輩看護師と共
感する部分に気づき安堵する》《看護師として自分に向き合う》《先輩看護師から実践や考
えを学ぶ》《自分が目指す看護師の姿を見出す》《看護師としての向上心を抱く》の5カテゴ
リが抽出できた。【考察】中堅看護師の語りによって、自分自身の今を成長の過程として捉
えることで遠い存在ではない先輩看護師と自分を比較しながら「内省を促し看護師としての
自分に向き合う」という効果をもたらしていた。また、現在の自分と先輩看護師の看護実践
の比較によって、先輩看護師をモデルに「自分が目指す看護師の姿を見出す」という効果を
もたらしていた。【結論】中堅看護師の語りを聞くことで、後輩看護師は自分に向き合い成
長の過程であると自覚し、自分が目指す看護師の姿を見出していた。

P1-4-4
重症心身障がい者看護における身体合併症の早期発見につながる気づき 
-5年以上の看護師からのインタビュー -
宮平∙光（みやひら∙ひかる）、比嘉∙辰徳（ひが∙たつのり）

NHO 琉球病院重症心身障害者病棟

【はじめに】重症心身障がい者病棟に5年以上勤務している看護師（以下熟練看護師）は日々
の看護実践において身体合併症に繋がる気づきをどのようにしており、重症化予防に努め
ているのかを明らかにしたいと考えた。【目的】患者の状態変化に気づけている熟練看護師
は、どのような視点で観察し身体合併症の早期発見に努めているのかを明らかにする。【方
法】同意を得られた熟練看護師2名を対象としインタビューを施行した。対象者の語りを
コード化しカテゴリー化し、質的研究とした。【結果】熟練看護師が日々の看護実践で気を
付けている患者観察の視点は【いつもとは異なる表情と行動の観察】【日常の全身状態の観
察】【日常の看護師間の何気ない会話から患者の変化を観察】【一般科経験のある看護師か
らの患者の変化を観察】【繰り返す患者のサインの記憶と観察】の5つのカテゴリーが抽出
された。異変に気づくポイントは【いつもと異なる患者の反応はチームメンバーに相談し一
緒に観察し判断】【僅かな変化も医師に報告】【ベテラン看護師への相談】【わからないこと
は自分自身で調べる】【いつもと異なる患者の反応には気をつける】の5つのカテゴリーが
抽出された。異変に気づいた後の行動は【フィジカルアセスメントの活用】【自己判断せず
チームメンバーとアセスメントする】の2つのカテゴリーが抽出された。【考察】普段から患
者の表情・行動を観察し、その微細な表情・行動の変化に気づくことができている。また、
熟練看護師は患者の身体的変化に自己判断せず、チーム看護でアプローチしており多方面
からアセスメント・行動することで身体的合併症の早期発見に努めていると考える。
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P1-5-3
病棟看護師長による組織管理を意識した病床管理
上栫∙奈央子（うわがき∙なおこ）

NHO 栃木医療センター消化器外科

【はじめに】A病棟は主に消化器外科、消化器内科、耳鼻科の混合病棟で、一般床46床、
HCU4床を保有している。コロナ禍の日々変化する病床管理を経験し、危機的状況に備え
た病床管理が必要であると考えた。今回、2023年度の実績をもとにA病棟の病床管理つい
てSWOT分析を行い、院内における自部署の役割を分析し病床管理について課題に取り組
んだ。A病棟における病棟看護師長の病床管理について報告する。【目的】SWOT分析を活
かした病棟看護師長の病床管理について明らかにする。【取り組み内容】2023年度の実績を
もとにA病棟の病床管理ついてSWOT分析を行った。分析結果より、HCU稼働率の向上、
緊急入院に備えた病床管理、感染流行期の対応の3つの課題を抽出した。HCU稼働率向上
については、医師や他部署と入退床の情報共有や連携を図った。自部署では院内のHCU空
床状況を共有し、速やかに入床できるよう連携を図った。緊急入院に備えた病床管理の実
施については、医師や多職種と治療方針や退院時期の確認、感染流行期には院内感染状況
の共有を行い計画的な退院調整と地域包括病棟へのベッドコントロールを行った。【結果】
病棟全体では、入院患者数増加、病床回転率は1.6上昇、平均在院日数は0.7日短縮した。
HCU稼働率は7.3％上昇した。【考察】病床管理は看護師長に求められる看護実践能力のひ
とつである。また環境変化時の管理実践として、リーダーシップの発揮やビジョンの共有、
スタッフやチームの分析がある。自部署のSWOT分析や客観的データ分析を行ったことは、
自部署の強み、弱みを把握し、院内における自部署の役割を俯瞰して考えることにつながっ
た。

P1-5-2
クラスターが発生した病棟の看護師が看護師長に求める支援
中本∙恵（なかもと∙めぐみ）、西岡∙恵子（にしおか∙けいこ）、奥野∙夏美（おくの∙なつみ）、久徳∙博子（きゅうとく∙ひろこ）、
加藤∙崇志（かとう∙たかし）、青山∙綾子（あおやま∙あやこ）、肥後∙あゆみ（ひご∙あゆみ）、岩切∙志織（いわきり∙しおり）、
本坊∙沙織（ほんぼう∙さおり）

NHO 鹿児島医療センター看護部

【目的】令和3年～ 4年度にかけ3回のCOVID-19院内クラスターが発生した。看護師長は
患者・家族対応、業務把握、感染教育、物品管理をしながら看護師の疲労度や現場の状況
を確認し、安心・安全に業務遂行できるよう取り組んだ。その中で、感染症に対する教育
の徹底や疲弊した看護師のケアなど今まで以上の支援が求められた。そこで、クラスター
が発生した病棟の看護師が、看護師長へ求めていた支援について実態を明らかにする。【方
法】クラスターが発生した3看護単位、看護師81名を対象に精神的支援や院内マニュアな
どの指示系統の連携、感染教育についてアンケートによる実態調査を実施。基本属性と質
問回答に関しては量的に単純集計し、リッカートスケール4件法で分析した。【結果】64名（回
収率79％）の回答が得られた。分析の結果、全ての項目において基準値（2．5）を上回って
いたが、「自部署の看護師の意見を院内の会議等で伝えること」「看護師の相談に応じる機
会を作ること」「看護師の心身の疲労に対する配慮すること」「勤務計画を配慮すること」の
4項目が基準値3以下であり、精神的支援を求める内容であった。【考察】クラスター発生時、
看護師長は、現場で働く看護師の声や現状を会議等で発信し、病院全体で情報共有し対応
ができるような働きかけが必要であった。また、精神的支援では平時以上にスタッフへ意
図的かつ計画的な面談や声掛けやが行えるよう、日ごろからスタッフの個々の背景やプラ
イベートな面を含む雑談・相談ができる関係の質の構築が重要であることが示唆された。
＜結論＞　クラスター発生時に病棟看護師が看護師長に求める支援は精神的支援であった。

P1-5-1
緩和ケア病棟におけるCOVID-19患者の受け入れに向けた病棟整備
宮本∙彩子（みやもと∙あやこ）、前田∙美恵子（まえだ∙みえこ）

NHO 南和歌山医療センター看護部緩和ケア病棟

【はじめに】COVID-19感染症の2類から5類感染症への移行に伴い、A病院は全病棟で
COVID-19患者を受け入れる方針となった。緩和ケア病棟での受け入れに伴い、病棟看護
師から否定的な発言があったが、病棟整備を行うことでCOVID-19患者を受け入れるこ
とが出来た。今回の対応を振り返り、今後の感染症患者への対策に生かしたい。【取り組
み】病棟看護師は、患者や看護師への感染リスク、自身が媒介者となる不安、COVID-19
患者対応の経験がないという漠然とした不安があった。また、「患者に寄り添った看護」が
困難であると感じていた。そのため、感染管理の正しい知識や技術を習得することで不安
の軽減を図った。ICTと連携し、基本的な標準予防策や感染経路とその対策を確認し、フ
ルPPE技術の再習得を行った。また、水平感染防止のため、病棟内のゾーニングを行った。
患者やその家族に対しフルPPEの指導を行い、面会可能とした。2人夜勤帯にCOVID-19
患者対応中の他患者の対応への不安もあり、管理看護師長への協力を依頼した。【結果】
COVID-19感染症に関する正しい知識や技術を習得したことで、否定的な発言が見られた
看護師は減少した。緩和ケア病棟でCOVID-19患者を受け入れたが、他の患者と同様に看
取りまで看護することができた。また、家族から「緩和ケア病棟に入院できて良かった」と
発言が見られた。【考察】COVID-19に対し看護師が不安と感じていた要因を解決すること
で、看護師の安心に繋がる。感染対策を行うことで、他患者と同様に緩和ケアの看護は可
能である。【結語】感染管理に対する正しい知識と技術を習得することで、緩和ケア病棟で
も感染症患者を安全に受け入れることが出来る。

P1-4-8
高齢重症心身障がい者の生活支援方法に悩む療養生活支援メンバーへの介
入　「Jonsenの臨床倫理4分割表」を用いて
辻∙めぐみ（つじ∙めぐみ）、北川∙智（きたがわ∙とも）

NHO 北陸病院看護科

目的：当院入院中の重症心身障がい者（以下、重心患者）の21％は65歳以上であり、重心
患者の高齢化が進んでいる。多くの重心患者は今後どのような生活を送りたいのか自己決
定する事は難しい。そのため療養生活支援メンバーは重心患者が自分らしい生活を送るた
めの支援について何をどのように行えばよいのか方向性が見いだせていなかった。そこで
老人看護専門看護師として療養生活支援メンバーが具体的な生活支援が考えられることや
方向性が見いだせることを目的に介入した結果を報告する。方法：Jonsenの臨床倫理の4
分割表を用いてカンファレンスを実施した。その後療養生活支援メンバーを対象にインタ
ビュー調査を行った。生活支援について今後どのような部分に着目しながら看護・介護を
行う必要性があるかについて語りの部分に着目しながら分析を行った。結果：Jonsenの臨
床倫理の4分割表を利用することで、重心患者の症状や日常生活を含め様々に関連している
ことが理解できたと語られた。また重心患者を俯瞰的に捉えるために、「現在の重心患者の
状態を話し合うことに加え、生活史から看護・介護を考えることが必要」であり、「疾患の
理解の必要性」や「今までの支援を振り返る」ことが、重心患者の今後のケアにおける検討課
題につながるのではないかと語られた。考察：Jonsenの臨床倫理の4分割表を活用しなが
らカンファレンスを行ったことは、療養生活支援メンバーにとって重心患者を俯瞰的にみ
ることにつながり効果的であったと考える。また重心患者の生活史を振り返ることは今後
のQOLの向上や具体的な生活支援を実践する手掛かりになることが示唆された。
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P1-5-7
看護管理者を対象とした院内教育の課題と在り方－CREATE（看護管理者
能力開発プログラム）改訂前後の教育テーマを比較して－
田邊∙富江（たなべ∙とみえ）1、樋口∙智津（ひぐち∙ちづ）2、原田∙ゆり子（はらだ∙ゆりこ）2、貫目∙志保（かんめ∙しほ）3、
武森∙八智代（たけもり∙やちよ）2、北園∙好美（きたぞの∙よしみ）3、吉田∙三紀（よしだ∙みき）2、大西∙玉美（おおにし∙たまみ）2、
山本∙直美（やまもと∙なおみ）2、藤江∙孝美（ふじえ∙たかみ）3、岡本∙悦子（おかもと∙えつこ）3、山下∙久美子（やました∙くみこ）4

1NHO 柳井医療センター看護部、2全国国立病院看護部長協議会中国四国支部支部会員、 
3全国国立病院看護部長協議会中国四国支部前支部会員、4学校法人大麻学園四国医療専門学校看護学科

〔目的〕CREATE改訂前後における教育企画内容を示すテーマを調査・比較し、各看護管理
能力の育成に求められる教育テーマについて示唆を得る。〔方法〕NHO・NC・ハンセン病
療養所161の看護管理責任者を対象に、令和4年度に改訂前（以下I期）、令和5年度に改訂
後（以下II期）とし、看護師長、副看護師長に実施した教育企画内容についてWEBアンケー
トを実施した。内容の類似性を検討し、看護管理能力毎にテーマ分類した。〔結果〕回答は、
I期141人（回収率87.6％）、II期128人（回収率79.5％）であった。テーマ分類では、I期
は看護師長用92テーマ、副看護師長用83テーマ、II期は看護師長用108テーマ、副看護
師長用87テーマに分類された。看護管理責任者が育成したい看護管理者の能力は、I期で
は看護師長、副看護師長ともに組織管理能力と人材育成能力であった。看護師長の主なテー
マは、組織管理能力では、「経営管理」「問題解決法」「組織分析」、人材育成能力では、「人
材育成」「労務管理」「新任者に向けた研修」であった。副看護師長のテーマは、組織管理能
力では、「看護管理」「問題解決法」「組織分析」、人材育成能力では、「新任者に向けた研修」

「勤務時間管理」であった。II期では同じ能力に加えて、看護師長と副看護師長ともに質管理
能力が増えていた。主なテーマは、看護師長は「看護の質評価・改善」、副看護師長は「看護
の質評価」「労務管理能力」であった。「質管理能力」の育成のための教育方法をOJTとする
割合が増えており、看護師長と副看護師長に共通するテーマとして「自己開発力」育成のた
めに「リフレクション」をテーマとする研修が増えていた。

P1-5-6
「倫理に基づいた看護実践が出来る組織づくり」～倫理的問題解決に向けて
の看護部長としての役割～
田中∙孝浩（たなか∙たかひろ）1、村井∙紀子（むらい∙のりこ）2、安達∙ひとみ（あだち∙ひとみ）3、大西∙明子（おおにし∙あきこ）4、
松本∙弘美（まつもと∙ひろみ）5、中村∙浩子（なかむら∙ひろこ）6

1NHO あわら病院看護部、2NHO 南京都病院看護部、 
3NHO 大阪刀根山医療センター（前NHO 奈良医療センター）看護部、4NHO 紫香楽病院看護部、 
5NHO 宇多野病院看護部、6前NHO やまと精神医療センター看護部

【目的】今回、「倫理に基づいた看護実践が出来る組織づくり」を目指し、倫理的問題解決に
向けて「看護師長への教育・育成」について検討したので報告する。【方法】対象は近畿グルー
プ6施設の看護師長49名。各自倫理的問題に関する事前課題を実施、各施設で3 ～ 4名の
グループでプレゼンテーション、意見交換、全体発表を行った。その後、「看護師長として
の自己の倫理的問題」の学びをまとめた。メンバーで「学び」を内容分析しコーディング、カ
テゴリー化した。カテゴリーと看護管理者能力開発プログラム（以下CREATE）で求められ
る能力との関連性を検証した。【結果】「学び」から282コード、18サブカテゴリー、「コミュ
ニケーションによる信頼関係の構築」など5カテゴリーが抽出できた。【考察】カテゴリーは
CREATEとの関連が示唆された。倫理的問題解決に向けて「看護師長への教育・育成」につ
いてコンピテンシー、看護管理者の倫理をキーワードに考察した。看護師長の役割として、
看護実践場面の観察と評価を行うことの重要性を教育していく必要がある。そして、明ら
かになった問題への意思決定支援が、メタ認知能力および状況認識能力の獲得につながる
と考える。看護部長・副看護部長は、いつでも相談できる関係を構築し、看護師長の意思
決定の過程を通し、指摘ではなく教育的に関わる事が重要である。また同僚同志の情報共
有やフィードバック、上司からのアドバイスの場を意図的に設ける事、その場を活用しリ
フレクションを促す事は有効な手段である。更に、看護部長は心理的安全性の高い組織風
土を醸成し、倫理的感受性の高い組織を幹部職員と共に構築する事が重要である。

P1-5-5
慢性期病院における特定行為研修修了後の体制整備の取り組み
谷口∙由恵（たにぐち∙よしえ）

NHO 函館病院看護部

【目的】A病院は、重度心身障がい児（者）や神経・筋疾患患者を対象とするセーフティネッ
ト系医療を実施する慢性期病院である。医師とのタスクシェアや看護の専門性の発揮、質
の向上を目的に特定行為研修（以下、研修）を受講していた。今回、研修修了後スムーズに
活動へ移行できるよう受講中から体制整備に取り組んだ。その取り組みと、研修受講生に
対するアンケート調査から今後の課題を抽出したので報告する。【実践方法倫理的配慮】1．
特定看護師活動支援に対する必要な体制整備についての情報収集。2．特定看護師の活動
基準の作成。3．特定看護師の活動基準修正と承認。4．特定看護師の活動計画と実践。5．
アンケート調査。アンケート回答は個人が特定される情報は明記しないこととする。【実践
結果】体制整備の取り組みは、研修が修了してから始めるのではなく、研修修了と同時に活
動が開始できるように計画的に実施することが必要である。特定看護師の活動基準を明確
にすることで、指導者である医師との調整、連携がスムーズに実施できた。また、研修修
了後から活動開始までの1 ヶ月を準備期間とした点は、活動に向け自発的に考え行動に移
しており効果的であった。特定看護師のアンケートからは、メンター制度の必要性が課題
として挙げられた。【まとめ】研修修了後スムーズに活動が開始できるよう、管理者は体制
を整える必要がある。メンター制度の必要性は、看護協会主催の特定行為研修シンポジウ
ムでも報告されているため、NHO施設の連携や交流を活用できればと考える。

P1-5-4
看護管理マニュアルの必要項目の検討
稲本∙結美（いなもと∙ゆみ）、干野∙真由美（ほしの∙まゆみ）、中村∙智子（なかむら∙ともこ）、吉村∙朋枝（よしむら∙ともえ）、
大廣∙澄江（おおひろ∙すみえ）

NHO 下志津病院看護部

【はじめに】看護管理マニュアルは、国立病院機構の看護管理基準に基づき作成されている。
当院は国立病院機構の看護管理基準と併用し、幹部看護師任用候補者選考研修に使用され
ているテキストを看護管理基準としている。看護管理マニュアルは日々の看護管理業務、
異動や昇任をした看護師長の指導、副看護師長の教育に活用されるよう編纂されている必
要がある。しかし、当院の看護管理マニュアルは項目やその内容である手順の不足があっ
たため活用することができず、不明点がある場合は、看護部長や副看護部長、勤務経験が
長い看護師長に相談し解決している。今回、文献等を参考に当院の看護管理マニュアルの
必要項目の検討を行ったので報告する。【目的】当院の看護管理業務実践や異動看護師長が
看護管理業務を円滑に遂行でき、看護師長や副看護師長の教育に活用するための看護管理
マニュアルの必要項目を検討する。【方法】看護管理マニュアルの必要項目について文献等
を用いて検討し、カテゴリー化する。【結果】マニュアルに必要とされる項目を抽出し、「休暇・
休暇申請」「職員管理」「勤務計画」「時間管理」「患者管理」「看護単位管理」「物品管理」「管
理当直」「医療安全」「感染対策」「人材育成」「学生指導」「会議」にカテゴリー化された。【考
察】既存の看護管理マニュアルにも項目が合致するものもあったが、手順が不十分であり修
正が必要であると判断した。早期に修正する必要があるカテゴリーとして「管理当直」を選
択した。その理由として看護師長が一人で判断をしなければならない場面が多いことが挙
げられた。
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P1-6-3
婦人科開腹手術を受ける患者のかける不安について～入院時から退院時の
変化～
菊地∙菜々子（きくち∙ななこ）、中村∙夏海（なかむら∙なつみ）、小野寺∙汐音（おのでら∙しおね）、土田∙美月（つちだ∙みづき）、
安彦∙美穂（あひこ∙みほ）、細矢∙美紀（ほそや∙みき）

NHO 仙台医療センター看護部5階西病棟

【目的】婦人科開腹手術を受ける患者の抱える不安の入院時と退院時の変化と看護面談の効
果を明らかにする。【方法】対象はA病院で婦人科開腹手術を受ける患者。入院時と退院時
に質問紙を配布し、『痛み』『ボディイメージ』『麻酔』『診察』『退院後の生活』『病気につ
いて』『入院中の生活』の不安について調査。各項目は “不安あり群”と“不安なし群”として
分類し比較した。入院時には看護師が面談を行いその後の不安の変化も調査した。【倫理的
配慮】2023年9月にA病院倫理審査委員会の承認を得た。【結果】対象者18名、悪性疾患
10名、良性疾患8名。『痛み』『ボディイメージ』『麻酔』『退院後の生活』『入院中の生活』
は入院時より退院時の方が“不安あり群”の割合が有意に低く、『診察』と『病気について』は
有意差が無かった。また悪性と良性では、不安の強い項目に違いはあったが有意差は無かっ
た。対象者中17名が入院時の看護師との面談で不安が軽減したと回答した。【考察】疾患の
悪性・良性に関わらず、手術という状況から脱した安堵感が不安の変化に関連したと考える。
また入院時に面談を実施することにより、看護師との信頼関係が構築され、安心感をもた
らすことが不安の変化に影響を与えていると示唆された。しかし『病気について』は手術後
も今後の経過や治療への新たな不安要素ができ、値が大きく変わらなかったと推測される
ため、病棟のみならず外来や多職種と連携し退院後も見据えた介入・支援が必要だと考える。

【結論】患者の不安は入院時よりも退院時に減少する。それらを助ける介入のひとつに、看
護師との面談は有効である。

P1-6-2
MFICU入院後、早期産に至った母親に複数回バースレビューを行う効果
宮本∙優里（みやもと∙ゆり）、柚木∙直子（ゆのき∙なおこ）、村上∙友紀（むらかみ∙ゆき）

NHO 岡山医療センター看護部

【目的】産褥早期とNICU退院前の合計2回バースレビューを行うことで早期産に至った母
親の思いを知り、支援方法について検討する。【方法】対象はMFICU入院後に早期産で分娩
に至った母親3名。半構造的面接法を実施した。面接内容を逐語録に起こし、コード化、類
似性に沿ってサブカテゴリ、カテゴリを作成した。【結果】産褥早期は＜想像と異なる妊娠
経過＞＜早期産での出産を受け入れようとする＞＜児に対する不安や自責の念＞＜家族の
支援と調整の必要性＞など8つのカテゴリから構成された。NICU退院前は＜妊娠経過への
後悔と次の妊娠への不安＞＜母子分離状態による不安＞＜搾乳の大変さと支援の必要性＞
＜自分の体験や気持ちを整理できた＞など8つのカテゴリから構成された。【考察】A病院は
赤ちゃんにやさしい病院に認定されており、母子分離中は出産直後から搾乳支援を開始し、
その中で母親の日々変化する思いを傾聴する関わりを行っている。このような支援は母親
にとって妊娠分娩体験の整理や搾乳に対する意味づけにつながっていたと考える。さらに
バースレビューは出産体験を想起しやすい出産48時間以内に実施するとよいと言われてい
るが早期産に至った母親は緊急入院から分娩に至るなど目まぐるしい経過を経ていること
が多いため産褥早期は母親自身が現状の理解が難しい状況が考えられることからもNICU
退院前に改めてバースレビューを行うことは母親が自分自身へ目を向けられる時期であり、
分娩体験の整理になると考える。【結論】バースレビューは産褥早期だけでなく、母親自身
の分娩体験を整理できた時期に改めて行うことで出産体験の意味づけを深め、母親役割獲
得への支援となる。

P1-6-1
総合周産期母子医療センターにおけるアクティブバースへの取り組み
山野∙知里（やまの∙ちさと）、吉田∙真理子（よしだ∙まりこ）、佐藤∙愛美（さとう∙めぐみ）、森根∙幹生（もりね∙みきお）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター産科病棟

【背景・目的】当施設は総合周産期母子医療センターであるが、ローリスク妊婦も多数受け入
れている。しかし、ハイリスク妊婦が多いという施設の特性上、産婦の多様なニーズに応
じた分娩介助の提供が難しいこと、また助産師がローリスク妊婦に関われる時間が限られ
てしまうことが課題となっていた。そこで2024年より、安全・安楽を第一に、妊婦のニー
ズを理解した看護を提供し、また助産師の育成、助産師としてやりがいを感じながら分娩
に携われるように、アクティブバースを導入することとした。【取り組み】病棟スタッフ・
産科医に対する意識調査を行った結果、アクティブバース導入の賛成意見が多数を占めた
ため、導入を決定した。導入準備として、専用の分娩部屋の確保と専用のマットレスの購
入等のハード面の充実、スタッフ主体で勉強会や実技演習・トラブルシューティングなど
のソフト面を強化した。分娩前には医師・スタッフでブリーフィングを行い分娩予測・リ
スクを共有し、また分娩後も一例毎に振り返りの時間を設け、医師・助産師・看護師の視
点で課題を共有している。【結果・考察】現在まで数例のアクティブバースを経験した。分娩
後にバースレビューを実施し、いずれも分娩への満足度は高かった。また一症例毎の振り
返りを、病棟スタッフ主体で行うことで、助産師・看護師のアセスメント能力や看護力の
向上、モチベーションアップにつながっていると考える。課題としては、妊婦のアクティ
ブバースに対する認知度が依然低く潜在的なニーズを拾えていないことが挙げられる。妊
婦健診等を通して、リスク評価と当院の取り組みを浸透させる必要があると考える。

P1-5-8
看護管理者に求められる能力を意識した経営改善の取り組み
稲田∙律子（いなだ∙りつこ）、酒井∙由美子（さかい∙ゆみこ）、西∙良子（にし∙りょうこ）、福田∙涼子（ふくだ∙りょうこ）

NHO 長崎病院看護部

【はじめに】看護師長は、病院経営と看護職員の職場環境改善に取り組み、働き続けられる
職場環境の提供を目指す必要がある。その為には、「組織管理能力」「質管理能力」「危機管
理能力」「自己開発力」の5つの能力を駆使しどのような環境下においても、揺らぐことな
くその役割を遂行していく事が求められる。当院の経常費用における看護師の超過勤務費
は、R3年度からR4年度で12％増加が見られた。今回、CREATEの「組織管理能力」を意
識し適正な時間管理に取り組む事で、超過勤務時間がどのように変化するかを明らかにし、
その能力を支える具体的行動のあり方について示唆を得る。【方法】A病院看護師の看護記
録・薬剤整理・入浴介助にかかる超過勤務時間の調査　A病院看護師長8名：取り組み前後
のCREATE組織管理能力自己評価【結果】看護記録・薬剤整理・入浴介助の統一した事項を
提示し取り組んだ事で、超過勤務総時間は、病院全体で1 ヶ月あたり58時間32分減少した。
CREATEの組織管理能力自己評価は「リーダーシップを発揮して自部署の目標を達成でき
る」の項目は上昇した。「それ以外」の項目は低下した。【考察】CREATEの組織管理能力の
項目を意識し取り組む事で、超過勤務の減少に繋がった。しかし、取り組み後にCREATE
の自己評価が低下した事は、学習実践内容を意識して行動する過程で「自身の不足部分」に
気付いた事で評価が厳しくなったと考える。【結論】1.組織管理能力を意識して取り組む事
で、超過勤務時間は減少した。2.CREATEの学習実践内容を意識し行動すること事で、自
身の管理能力の適正評価に繋った。
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P1-6-7
重症心身障がい者の排尿促進への取り組み　～ベッド上臥床と車椅子乗車
での排尿量の変化を検討～
喜多∙麻子（きた∙あさこ）、岩見∙知子（いわみ∙ともこ）、中島∙智絵（なかじま∙ちえ）、小島∙佳子（こじま∙よしこ）、
角谷∙亜希子（すみや∙あきこ）、稲垣∙寿美（いながき∙すみ）

NHO 奈良医療センター重症心身病棟

【はじめに】重症心身障がい者（以下重心者）の多くが、身体的に腹圧をかけることが難しく、
また排泄機能に問題を抱えていることが多い。そのため重心者看護において排泄ケアは重
要である。今回、排尿促進への取り組みとして、積極的に車椅子へ乗車することにより排
尿量に変化があるか検討したので報告する。【目的】重心者の車椅子乗車による排尿促進の
効果を明らかにする【研究対象】A病棟入院中の女性患者5名（大島分類1群【研究期間】令和
5年10月31日～令和5年12月2日【方法】1週目は、おむつ交換後の10時に排尿量を測定
し、ベッド上で過ごした後15時に排尿量を測定。2週目は、おむつ交換後10時に排尿量を
測定し、車椅子に乗車し15時まで過ごした後15時に排尿量を測定。両者の結果を比較検
討した。【倫理的配慮】本研究は院内の倫理審査委員会の承認を得ている【結果と考察】患者
5名は、車椅子乗車時より臥床時の方が、17％～ 54％排尿量が多く、車椅子に乗車するこ
とによる排尿促進の効果は得られなかった。重心者にとって車椅子乗車は、活動を目的と
しているため、車いすに移乗することで交感神経が優位となり排尿量が減少したと考える。
双方の排尿量の差が大きかった患者は、車椅子乗車中、不随運動にて、体動によるずれが
生じ、安楽な体位が保ちにくかったと考える。先行文献では、腹圧のかかりやすいベッド
の上半身挙上角度は、個別的であるとされている。よって、ベッド臥床時の方が排尿しや
すい角度だったと考える。【結語】車椅子に乗車することは排尿促進には有効ではなかった。

P1-6-6
青年期を病院で過ごした患児に対する発達段階を踏まえた関わり～一人暮
らしに向けた支援を通して～
山代∙佳代（やましろ∙かよ）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

【はじめに】約30年前まで筋ジストロフィー病棟には学齢期の患児が多く入院していたが、
在宅療養が主流となり、学齢期を病院で過ごす患児は減少した。今回、患児の一人暮らし
に向けた支援を通して、発達段階を踏まえた関わりが実践できたため報告する。【事例紹介】
A氏、18歳男性、ウィルリッヒ型筋ジストロフィー。14歳で医療型障害児入所支援を利
用して当院に入院し支援学校を卒業。一人暮らしを希望した。【倫理的配慮】事例を報告す
るにあたりA氏に説明し承諾を得た。個人が特定されないよう配慮した。【実施】病院が中
心となり支援学校・地域と連携し各種サービスの申請や環境調整を実施。青年期という発
達段階にある事を踏まえ、学校の出来事や考えている事を言語化する機会を増やした。支
援学校は職場体験実習や進路講話を通して進路のあり方を提示。地域は自立生活プログラ
ムの受講や自立生活体験者との面談を実施。【結果】病院の関わりによりA氏は一人暮らし
を具体的に想像できた。社会に出ることに対する不安や心配を表出し、一人暮らし実現に
向けて社会人として住居の決定や契約手続きの行動がとれた。支援学校の関わりとしては、
主体的に自身の将来像を明確に表現でき、さらには、地域の関わりにより障害があっても
一人暮らしができる事を実感できた。【考察】発達段階に応じた対応によりA氏が自己開示
により自らの個性や適性に気づき、主体的に進路を決定できたと考える。【まとめ】青年期
を病院で過ごす患児が発達段階を踏まえて自己決定できる環境を整える関わりが必要。入
院生活の中心となる病院が患児の病状の進行状況を把握し、関係各所と情報共有して支援
を進めていく事が重要。

P1-6-5
術後乳がん患者への手術後退院指導について～乳がん患者へのパンフレッ
トを用いた退院指導に対する患者の意見～
山内∙成美（やまうち∙なるみ）、小野原∙夏子（おのはら∙なつこ）、山田∙ひづる（やまだ∙ひづる）

NHO 佐賀病院看護部

【目的】術後乳がん患者に対する効果的な退院支援の検討のために、パンフレットを用いた
退院指導に対する患者の意見を明らかにする。【方法】令和5年12月から令和6年2月まで
に当院で乳がんの手術を受けた患者を対象に、質問紙調査を実施した。調査内容は、1退
院指導パンフレットの14項目、2看護師の説明の分かりやすさ、3指導時期の妥当性など、
それぞれ4件法で回答を求めた。分析は、項目別に集計し、自由記述意見は分類した。【倫
理的配慮】当院の倫理審査委員会の承認を得た。【結果】60歳代2名、70歳代1名、40歳代
1名の計4名から回答を得た。パンフレットの項目別の回答では、「術後の日常生活」「創部
のケア（テープ療法）」「テープの交換時期と貼付期間」「運動の必要性」については、理解度
が高かった。しかし「補正下着」「補正下着の注意点」の2項目の理解度が低い結果であった。
退院指導の時期は、術後2日目が適当であったと4人中3人が回答した。自由記述では「不
安がいっぱいあったけどパンフレットのおかげで安心して生活ができそう」、「患者本人だ
けではなく家族も一緒に聞いてほしかった」という意見があった。【考察および結論】テープ
療法の図をパンフレットに取り入れたことが理解しやすさにつながったと言える。また術
後のリハビリ介入により、運動の必要性の理解につながっていると考える。補正下着につ
いては、術後の時期に適した補正下着の選択理由について、追加修正する必要がある。家
族への説明を希望する声もあり、本人だけでなく家族も含めて退院指導を行うことで、家
族の理解を深め、患者が安心して日常生活を送ることができると考える。

P1-6-4
婦人科開腹手術後患者におけるガム咀嚼がもたらすイレウス予防への影響
大野∙聖莉奈（おおの∙せりな）1、瀧谷∙美咲（たきたに∙みさき）1、五島∙祥子（ごとう∙しょうこ）1、林∙愛弓（はやし∙あゆみ）1、
曽我部∙朱美（そがべ∙あけみ）2、大池∙祐子（おおいけ∙ゆうこ）1

1NHO 四国がんセンター婦人科、2NHO 岡山医療センター循環器科

【目的】婦人科開腹手術を受けた患者がガム咀嚼をすることでイレウス予防へどのような影
響があるかを明らかにする。
用語の定義
 婦人科開腹手術：開腹にて単純・拡大子宮全摘術+両側付属器切除術、準広汎子宮全摘術
広汎子宮全摘術を受けた患者（リンパ郭清の有無については問わない）
 ガム：キシリトール成分配合のシュガーレスガム
咀嚼群：2023年度ガム咀嚼した者、非咀嚼群：2022年度ガム咀嚼していない者

【方法】婦人科開腹手術を受けた患者に術後7日間ガム咀嚼を実施し、咀嚼群と非咀嚼群の
イレウス件数をカイ2乗検定で解析した。ガム咀嚼による効果、咀嚼による意識、行動変容
についてアンケートを行い、単純集計と自由記載は内容の類似性に従い分類した。四国が
んセンターの倫理審査委員会（整理番号2023-704）の承認を得て実施した。

【結果】咀嚼群18名、非咀嚼群22名であった。咀嚼群、非咀嚼群にイレウス発生にp値0.612
と有意差はなかった。ガム咀嚼に効果を感じた患者は約80％であった。自由記載では気分
転換になった、腸が動くのを感じたとの意見がみられた。ガム咀嚼によって、約70％に食
事摂取への意識変容がみられ、約60％に離床や食事摂取への行動変容がみられた。

【考察】ガム咀嚼は術後イレウス予防に繋がるという結果は得られなかったが、身体的満足、
精神的満足の向上や腸蠕動促進、イレウス予防に対する意識、行動変容をもたらしたため、
意義があったと考える。

【結論】
1．ガム咀嚼がイレウス予防に効果をもたらす結果は得られなかった。
2．ガム咀嚼は精神的満足、身体的満足にも効果があった。
3．ガム咀嚼により、イレウス予防に対する意識、行動変容をもたらした。
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P1-7-3
乳がん患者の自壊創ケアで看護師が何を観察しているのかを明らかにする
～ケアの標準化に向けて～
片江∙美南子（かたえ∙みなこ）、村中∙可南子（むらなか∙かなこ）、岡島∙涼子（おかじま∙りょうこ）、廣瀬∙さゆり（ひろせ∙さゆり）、
田崎∙千里（たさき∙ちさと）、津下∙智子（つした∙ともこ）

NHO 九州がんセンター乳腺科

〔目的〕乳がん患者の自壊創のケアに際し、病棟看護師は何を観察しているのかを明らかに
する。〔方法〕2019年4月～ 2022年4月にA病院に入院歴のある自壊創を有する乳がん
患者で入院期間中自壊創のケアを実施し、かつケア内容の記録がある患者、5日以上入院
していることを条件とし、過去3年間のカルテからケアの実際の記録データを収集し、テ
キストマイニングを行った。〔結果〕分析で使用するデータをKHcoderに投入し、出現語
の整理を行ったところ、元データ総数3644から総抽出語数108,362（54,257）であった。
KHcoderを使用した抽出語リストを確認した結果、「浸出液」が最も多く、続いて「自壊」「出
血」「汚染」となった。これら4つの用語は抽出した用語の中で他用語よりも1000以上と圧
倒的に多い結果であった。〔考察〕分析結果から、病棟看護師は自壊創のケアにおいて浸出
液を重点的に観察していること、浸出液の漏れの状況でケア方法の検討を行っていること
が明らかとなった。また、共起ネットワーク図で用語のつながりから集合体の示す意味を
熟考し、「自壊創の症状」｢症状がもたらす状況｣「自壊創の変化（経過）」を主として観察し
ていることが明らかになった。〔結論〕・自壊創ケアにおいて「浸出液」「出血」は特に重要な
観察項目である。臭気は頻出語リストの下位であったが、臭いの感じ方には個人差がある
こと、評価指標の定着や表現方法の統一がなされていない等が考えられ、今後統一した視
点での評価を行う必要がある。・自壊創は患者によって様々で一般的な創傷に分類するのは
難しい。統一した「語」での記録に加え、写真等のツールを用いることでより特徴を捉えた
観察ができると考えられる。

P1-7-2
心臓カテーテル介助チェックリストの改訂を試みて
小柳∙理恵子（こやなぎ∙りえこ）

NHO 函館病院HCU

【はじめに】当院では初めて心臓カテーテル検査（以下心カテと省略する）介助に携わるス
タッフに指導する際、理解度や到達段階を評価する媒体がなかった。しかし、8年前にイン
ターベンションエキスパートナース（以下INEと省略する）を取得したスタッフが中心とな
り、独自のチェックリストを作成し、指導・評価し、育成してきた。8年が経過し、現状に
沿った項目ではない部分もあることや心カテ室専従ではなく、毎回指導者が違うため、個
人差が出ないような統一した指導方法が必要と考え、チェックリストを改訂した。改訂し
たチェックリストを使用した結果、指導にどのような効果があったかを振り返る。【方法】
INE9名（自らを含む）に対し、チェックリストの改善点を聞き取り調査し、改訂、指導にあ
たる。改訂したチェックリストを使用後の意見を再びINEに聞き取り調査した結果を振り
返る。【結果】改訂したチェックリストは、指導する側からは、「項目が具体化されたことで、
チェック項目の漏れがなく、振り返りがしやすかった」という意見が聞かれた。また、一人
立ちの基準を検査介助に入った回数ではなく、到達度に合わせたことで、共に介助に入っ
たスタッフから、知識不足を指摘する声は聞かれなかった。また、指導を受ける側と到達
段階を相互理解したことで、実際の行動がステップアップするための課題が明確になった。

【考察】チェックリストの改訂は、心カテの知識不足を補う教育システムの一助になったと
考える。しかし、改訂後の使用件数がまだ少ないため、更に使用し、指導を受ける側が心
カテに興味をもち、不安が軽減できる環境づくりをしていきたい。

P1-7-1
循環器系病棟における急変対応についての看護師の不安軽減を目指した取
り組み
直江∙珠美（なおえ∙たまみ）、中野∙春菜（なかの∙はるな）、野澤∙なぎさ（のざわ∙なぎさ）、佐藤∙とし子（さとう∙としこ）

NHO 函館病院循環器病棟

【はじめに】
A病棟は循環器系病棟のため急変対応が必要になる場面が多いが、挿管などの二次救命処
置は集中治療室で行う場合が多く、看護師より急変対応に対して不安の声が聞かれていた。
今回、看護師へ急変に対する勉強会等を実施することにより、不安に軽減につながるので
はないかと考えた。

【目的】
看護師の急変対応への不安を明確にし、勉強会とシミュレーションを実施することで不安
軽減に効果があるか明らかにする。

【研究方法】
2023年8月～ 11月にA病棟看護師25名に対し、急変対応への不安についてアンケート
を行い、結果をもとに勉強会とシミュレーションを実施。その後、再度アンケートを実施。
アンケート結果へ有意差検定（t検定p＜0.05）を行い、評価、分析した。

【結果】
看護師23名より回答あり。勉強会前アンケート結果：人工呼吸器の取り扱い、救急カート
の薬剤、気管挿管の準備と介助で不安が高かった。勉強会とシミュレーション実施後アン
ケート結果：後輩看護師への指示や指導の項目以外は不安の平均値が低下。t検定結果：p
＝0.138、有意差はなかった。

【考察・結論】
急変対応に必要な知識や技術への不安に関しては有意差がなかったが、勉強会での知識の
講義だけでは不安の軽減にならずシミュレーションを追加したことによって不安軽減の効
果があったと考えられる。勉強会後、後輩看護師への指示、指導への不安の平均値が低下
しなかった要因として、後輩看護師に不足している知識や技術が明確になり指示や指導に
おける不安が高まったためと考えられた。今後も不安軽減を目的とした急変対応の勉強会
とシミュレーション実施を継続することが重要である。

P1-6-8
重症心身障がい児（者）病棟に入院となった筋ジストロフィー患者への関わり
中村∙由美（なかむら∙ゆみ）、林∙江美子（はやし∙えみこ）、泰地∙有希（たいち∙ゆき）、英∙美沙（はなぶさ∙みさ）、
三浦∙由佳子（みうら∙ゆかこ）

NHO とくしま医療センター東病院重症心身障害児者病棟

重症心身障がい児（者）病棟であるA病棟に筋ジストロフィー患者B氏が入院することに
なったが、日常生活援助を通して個別性のある看護を実践し、振り返ることで、今後のケ
アに活かしたい。【目的】重症心身障がい児（者）病棟に入院した筋ジストロフィー患者への
関わりで工夫したことを明らかにする。【研究方法】疾患やコミュニケーション、個別性に
合わせた日常生活援助に対して感じたこと、B氏との関わりの中で工夫したことについて、
インタビューガイドに基づき、半構造化面接法にてインタビューを実施し、カテゴリー分
類した。【倫理的配慮】患者及び研究対象者に、研究への参加は自由意思であり、個人が特
定されないことを説明し同意を得た。C病院の倫理審査委員会で承認を得た。【結果及び考
察】対象者はB氏と関わることが多いチームの看護師4名。患者の入院時に感じていた思い
では、「筋ジストロフィーという疾患に対して」「看護ケア」の2カテゴリー、関わりの中で
の工夫や必要だと感じたことでは、「看護ケア」「カンファレンス・情報共有」の2カテゴリー、
看護していく中で入院時と現在での思いの変化では、「筋ジストロフィーという疾患に対し
て」「看護ケア」「関わりの中での新たな思い」の3カテゴリー、今後の看護についてでは、「看
護ケア」の1カテゴリーが明らかになった。コミュニケーションや日常生活援助に関して、
日々患者と関わり、訴えのパターンや生活のルーティンを把握することで、個別性に合わ
せた看護ケアに繋がったと考える。【結論】看護師の関わりの工夫として、個別性に合わせ
たコミュニケーションの工夫、物品・治療の選択の支援、チーム内・主治医との情報共有
が挙げられた。
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P1-7-7
救命救急センターにおける医療電子記録を活用した多職種連携の取り組み
- 効果的なABCDEF Bundle実装を目指して -
百枝∙裕太郎（ももえだ∙ゆうたろう）1、平原∙拓馬（ひらばる∙たくま）1、内野∙佳樹（うちの∙よしき）1、堀∙加世（ほり∙かよ）1、
窪田∙佳史（くぼた∙よしふみ）2、権∙志成（ごん∙ちそん）2、宮本∙瑠美（みやもと∙るみ）1

1NHO 長崎医療センター高度救命救急センター看護部、 
2NHO 長崎医療センター高度救命救急センター救急科

【はじめに】近年、様々な要素から構成されるケアバンドルであるABCDEF Bundle（毎日の
SAT/SBT、適切な鎮静鎮痛管理、せん妄対策、早期離床など）の実施が、重症患者のせん
妄期間を短縮すること、人工呼吸器期間の短縮に影響することなどが報告されている。A病
院高度救命救急センターでは、重症患者への医療・看護の質を向上する取り組みとして救
急科医師、看護師、理学療法士をはじめとした多職種でのABCDEF Bundle実装を目指す
ために医療電子記録（EMR）を活用した取り組みを開始したので報告する。【当院における
取り組み】A病院では2019年度よりABCDEF Bundle導入に向けた活動が発足した。多職
種で構成されたコアメンバーを中心に、情報センタースタッフと協働して医療電子記録内
にABCDEF Bundleの要素をテンプレート化した電子記録用紙（以下、バンドルテンプレー
ト）を作成し、2022年度より多職種間での共通の記録として運用している。高度救命救急
センターでは、作成したバンドルテンプレートに沿って毎朝患者を担当する医療スタッフ
間で患者情報を共有し、人工呼吸器管理に関するSAT/SBTの開始基準・中止基準に基づく
評価、鎮静鎮痛管理の適正化、せん妄評価と対策の検討、早期離床リハビリテーションの
目標や注意点の確認などABCDEF Bundleに基づく各要素について多職種で検討している。

【結語】A病院ではバンドルテンプレートを導入することにより、多職種間での効果的なコ
ミュニケーションが促進され、チーム内での患者目標の統一化さらには部署全体で科学的
根拠に基づく実践を促進するツールとして機能している。

P1-7-6
精神科病棟の看護師のMSE（Mental Status Examination）活用の現状と
課題
落合∙しのぶ（おちあい∙しのぶ）

NHO やまと精神医療センター精神科

【目的】
看護師がMSEに対して持っている思いを調査し、MSEを看護実践で実用的なものにするた
め勉強会の課題を見いだす。

【方法】
2021年4月1日～ 2022年2月31日まで精神科病棟に在籍した看護師延べ79名に質問紙
法を実施し、2023年8月1日～ 11月30日で質問紙の自由記述欄に記載された内容をコー
ド、カテゴリー化・分析する。倫理的配慮については当院の倫理委員会の承認を得た。

【結果】
アンケートは69名（回収率84.8%）から回収した。126個のコードから2つのカテゴリー

【MSE】【MSEを用いたカンファレンス】と10のサブカテゴリー、【有用性の実感】【多様な
意見を共有できる場】【専門的知識の向上】【行動変容】【情報量の格差の是正】【対象理解
の深まり】【苦手意識】【肯定的意見】【否定的意見】【運営方法への提案】が抽出された。

【考察】
精神疾患の症状は数値としてデータ化できず、看護師はアセスメントに自信を持ちにくい
という現状がある。【MSE】では【有用性の実感】【専門的知識の向上】が抽出され、MSEを
用いることで「共通言語でスキルが上がると看護の強みになる」「アセスメントの視点が統
一できる」などの思いに繋がっていると考えられた。また、【MSEを用いたカンファレンス】
では【運営方法への提案】のコードが最も多く、「MSEの質はまだ十分といえないがカンファ
レンスの回数に視点を置くと良いと思う」「実施方法やコメディカル参加など検討すればさ
らに良い」などがあった。また「難しい」「無理だ」と【苦手意識】もあるが【専門的知識の向上】
もあり、方法を工夫した勉強会の継続が必要なことが見いだせた。

P1-7-5
短期入院における乳幼児の内服援助に対する意識調査～小児科病棟看護師
の認識の統一に向けて～
川口∙祐奈（かわぐち∙ゆうな）、河野∙美穂（かわの∙みほ）、藤山∙雅子（ふじやま∙まさこ）、福田∙ひとみ（ふくだ∙ひとみ）、
村田∙香織（むらた∙かおり）

NHO 小倉医療センター看護科

【はじめに】A病院小児科病棟において入院中は付き添い家族が服薬管理できるよう援助を
行っている。短期入院の乳幼児の内服援助は看護師個々の与薬に関する判断技術、教育指
導に委ねられており、看護師個々の内服援助に対する認識は不明瞭であることから、経験
による認識の差が生じているのではないかと考えた。【目的】短期入院における乳幼児の内
服援助に対する看護師の認識を明らかにする。【方法】A病院小児科病棟2年目以上の看護師
32名を対象に、流行性疾患により短期入院した乳幼児に対する内服開始時・内服確認時・
内服困難時・内服介助時・退院時の5つの内服援助場面についてアンケート調査を行い分析
した。【結果・考察】内服開始場面では、乳幼児の個別性に応じた内服援助よりも病棟の内服
手順に沿った説明や管理方法を重視する傾向にあった。また、内服確認場面では、乳幼児
の特徴や薬の種類が内服確認行動に影響を与えることが明らかになった。内服開始時や内
服確認場面において、経験のある看護師は内服ができる状況かどうかを的確に察知し、フォ
ローすることができると推測された。内服困難時や内服介助場面において、経験による差
はなく、看護師個々の認識の差がみられ、内服開始時よりも乳幼児との関わりを重視する
傾向が示された。【結論】本研究より、A病院小児科病棟の内服援助場面において看護師は、
乳幼児や付き添い家族の権利を尊重したいという思いがあった。また、経験のある看護師
ほど、短期間で児の個別性を捉え、必要な情報を得て与薬方法を的確に判断していること
が明らかになった。

P1-7-4
回復期リハビリテーション病棟の退院支援におけるスタッフ育成の課題
日比野∙淳（ひびの∙じゅん）

NHO 東名古屋病院看護部

【背景と目的】回復期リハビリテーション病棟は、脳血管障害や骨折などの疾患で急性期を
脱し、引き続き医学的・社会的・心理的サポートが必要な患者に対して、専門職種がチー
ムで集中的にリハビリテーションを実施し自宅や施設へ退院することを目的とする。看護
師の役割は多岐にわたり、退院支援もその一つである。退院支援の質を向上するためには、
チームの中核となる看護師のより高い問題解決能力が要求されるため、スタッフの育成は
重要な課題である。病棟の退院支援について現状を知り、スタッフ育成の課題を検討した
ので報告する。【方法】病棟スタッフに対して、退院支援に於いて困っていること、必要な
こと、得意なこと、苦手なこと、力を入れていることについて質問用紙を用いて調査した。

【結果と考察】経験年数は1 ～ 3年目と11年目以上が二極化している。そのため、主疾患や
合併症の知識、情報収集やアセスメント、他職種の協働、患者や家族と関わり、それぞれ
退院支援を行うために重要な知識と経験に大きな差があるのは明らかである。その他、退
院指導や地域連携・各種制度の知識など退院支援に欠かせない項目についても苦手意識が
高いことがわかった。回復期リハビリテーション病棟は包括診療であり、複雑な検査や処置、
使用する薬剤に制限があるため看護師が習得する知識や技術は少なく、病棟の看護力が不
足していると推測した。多くの課題が出た中で優先するべき点は主疾患や合併症、患者背
景の情報収集とアセスメントであると考えた。基本的な能力差の大きいスタッフを育成す
るために、共通の視点を持てるツールの作成やカンファレンスの運用方法など、ルールを
構築することが必要である。



322

P1-8-3
特定行為研修修了者による抗菌薬適正使用支援（AS）活動の取り組み
橋口∙美樹（はしぐち∙みき）、冨田∙泉（とみた∙いずみ）、秦∙孝司（はた∙こうじ）

NHO 肥前精神医療センター感染管理室

【はじめに】
当院は平均在院日数が171.6日と長く、細菌検査は外注のため結果到着に7日程要する。
感染に係る薬剤投与関連の特定行為研修を修了した感染管理認定看護師（ICN）が抗菌薬適
正使用支援チーム（AST）会議前に注射抗菌薬使用患者をラウンドし、早期介入が必要な事
例への介入に取り組んだため報告する。

【活動期間】
2023年度4月1日～ 2024年3月31日

【活動内容】
1.ICNは注射抗菌薬使用患者にラウンドを行う。監視を要する抗菌薬使用患者、血液培養陽
性患者を優先的にラウンドし、患者の身体症状、採血データ等から抗菌薬の種類、投与量
等適正か検討する。
2.AST会議前に介入が必要と判断した事例はASTメンバーと検討し、主治医へ抗菌薬変更
等を提案する。

【結果】
1.抗菌薬は234事例、100名に使用された。監視を要する抗菌薬使用37事例、血液培養
陽性25事例、その他58事例にラウンドを実施した。アウトブレイク発生時ラウンド件数
が減少したため、ASTメンバーに患者観察の強化を依頼した。
2. ICNが抗菌薬の種類、投与量等適正か検討し、AST会議前に介入が必要と判断した事例
は38事例、主治医への提案は12事例、提案受入は8事例であった。
3.2回以上抗菌薬を使用した患者は46名、培養結果到着前に前回使用した抗菌薬と培養結
果を基に抗菌薬変更の提案を6事例行った。

【考察】
入院期間中に抗菌薬を複数回使用する患者がおり、過去の抗菌薬使用歴や培養結果等を参
考することにより培養結果到着に時間を要する当院の弱みを補うことができる。特定行為
研修修了者がラウンドで患者と継続して関わることはAS活動に有用と考える。

P1-8-2
皮膚・排泄ケア認定看護師による特定行為実践の現状報告と課題
小泉∙亜理沙（こいずみ∙ありさ）

NHO 村山医療センター看護部

【はじめに】骨・運動器疾患とリハビリテーションに特化するA病院の令和5年度の褥瘡新
規発生率は1.91％、褥瘡有病率は8.70％といずれも全国平均を上回る。医師によるタイム
リーな処置の実施が困難であり、特に深い褥瘡を有する患者はリハビリテーションや転帰
先の制限が生じることがあり、退院後の生活にも多大な影響を及ぼす。皮膚・排泄ケア認
定看護師は令和5年10月よりA病院で創傷管理関連の特定行為実践を開始した。活動の現
状を報告する。【方法】A病院独自の手順書を用いて、主治医より特定行為介入の指示があり、
かつ本人の同意が得られた患者が病状の範囲か評価した上で介入を開始した。上記の方法
は特定行為に関する検討委員会にて承認を得ている。【結果】令和5年10月から令和6年4
月までの創傷管理関連の特定行為実施件数は「血流のない壊死組織の除去」12名87件、「局
所陰圧閉鎖療法」5名25件であった。特定行為実践中に手順書を逸脱する問題は生じてい
ない。壊死組織を有する創傷保有者は前医発生が4名、在宅発生が5名、院内発生が3名で
あった。【考察】創傷管理関連の特定行為実践により褥瘡有病率が低下することを期待した
が、顕著な変化は得られなかった。しかしこれまで困難であった創傷処置の一部がタイム
リーかつ安全に実践できていることは成果であると考える。【課題】今後も引き続き安全面
に十分に配慮しながら創傷管理関連の特定行為実践を継続し、1日でも早く創傷が治癒する
よう尽力したい。限られた入院期間で治癒に至らないこともあるため、創傷管理関連の特
定看護師が他施設や地域にも配置され、早期対応できる体制が望まれる。

P1-8-1
精神科病院における看護師特定行為研修修了者の活動
宮城∙大河（みやぎ∙たいが）

NHO 琉球病院精神科

【はじめに】A病院では2023年度より精神及び神経に係る薬剤投与関連の看護師特定行為
研修修了者（以下、特定看護師）が活動している。入院患者の不穏時・不安時などの場面で
臨時の薬剤投与について判断する機会はなく特定行為の実施に至るケースはななかったが、
医師より特定看護師へ内服治療に関する相談業務を担ってほしいとの依頼があり活動を開
始した。活動を継続する中で特定看護師の活動の現状や今後の課題が見出されたため報告
する。【方法】1.服薬指導ラウンドとして患者から内服治療に関する相談への助言指導2.医
療観察法病棟の全入院患者約30名を対象3.活動期間：令和5年6月～令和6年3月4.活動
日：月に2回　半日【結果】1.活動期間中、計23回の服薬指導ラウンドを実施して、隔離拘
束など行動制限中の患者を除いたのべ575名の患者への助言指導を行　った。2.毎回のラ
ウンドでは、内服治療に関して困っていることや相談したいことについて確認して助言指
導を行い担当医や担当看護師と　情報共有を図った。3.服薬指導ラウンドで相談内容とし
て一番多いのは、服用している薬剤の薬効や副作用に関する事が多く、お薬の説明書を読
み合わ　せしながら助言指導を行った。4.ラウンドを重ねていくと内服治療に関する相談
窓口として患者及び病棟スタッフから周知されチーム医療の橋渡し役を担うことが　でき
た。5.ラウンド以外の通常業務時に患者より内服治療に関する相談が多くなりタイムリー
に助言指導することで内服治療への満　足度が向上した。【今後の課題】1.患者からの相談
にタイムリーに対応する服薬指導ラウンド時間の安定的な確保2.医療観察法病棟以外の病
棟患者への服薬指導ラウンドの拡大

P1-7-8
当施設における二重特異性抗体によるCRS, ICANSへの早期対応を目指し
たチーム医療の取り組み
石橋∙ひなた（いしばし∙ひなた）、宮本∙麻愛（みやもと∙まい）、高橋∙承吾（たかはし∙しょうご）、江端∙浩（えばた∙こう）、
坂井∙俊哉（さかい∙としや）、藤本∙勝也（ふじもと∙かつや）、野上∙裕子（のがみ∙ゆうこ）、西原∙夢乃（にしはら∙ゆめの）、
木村∙雄太（きむら∙ゆうた）、肥田∙理恵（ひだ∙りえ）、森瀬∙脩平（もりせ∙しゅうへい）

NHO 北海道がんセンター血液内科

二重特異性抗体とは, 標的となる腫瘍細胞に特異的な表面マーカーとT細胞マーカー（CD3）
を持つ分子標的薬であり, 腫瘍細胞とT細胞を結びつけ, 細胞障害性の腫瘍免疫を惹起する
ことができる治療法である. 血液内科領域でも再発難治性の悪性リンパ腫をはじめ, 多発性
骨髄腫にも適応が拡大しつつあり, 重要な治療戦略の一つとなっている. その反面, 非常に
強い免疫反応をきたすことから, サイトカイン放出症候群（Cytokine release syndrome; 
CRS）をきたす症例が多く, 特に重症例では循環動態の破綻のためICU管理を要し, また
中枢神経系に炎症をきたす免疫エフェクター細胞関連神経毒性症候群（Immune effector 
cell-associated neurotoxicity syndrome; ICANS）を発症し, 致命的となるケースもある. 
CRSは発症から重症化するまでの経過が急性であることから, 徴候の早期発見, 早期対応が
課題となる. そのためには, 医師だけでなく, 患者ケアに携わる看護師, 薬剤師, リハビリな
ど幅広い医療スタッフが知識を共有していくことが重要と考える. 当施設では, 薬剤師より
病棟スタッフへ知識共有のため講義を行ったうえで, CRSをきたした際に誰でも対応の手順
がわかるようなフローチャートを作成し, 夜間でも早急に対応できるよう工夫した. また, 
ICANS早期発見のため, 簡潔な高次機能評価の項目を作成し, 点数化を行うことで誰でも評
価が可能とした. これから様々な分野で二重特異性抗体を使用する機会が増えていくことが
予想され, CRS対策は重要な課題となる. 当施設でのマネジメントを情報共有し, 他施設で
の取り組みの一助となれば幸いである. 
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P1-8-7
医師と協働の特定行為症例検討会の取り組み
遠藤∙綾香（えんどう∙あやか）1、吉田∙奈津美（よしだ∙なつみ）1、久保田∙由紀子（くぼた∙ゆきこ）1、
大越∙惠一郎（おおごし∙けいいちろう）2

1NHO 福岡東医療センター 2階西病棟、2NHO 福岡東医療センター消化器内科

【はじめに】特定行為研修修了者の数は、年々増加傾向にある。しかし、特定行為研修修了
者の活動支援に関するアンケートでは、「特定行為を実施するにあたり困難を感じているこ
と」は「特定行為研修制度について周知すること」が53.6％と最も多い1）。A病院においても、
特定行為指定研修機関となり4年目を迎え、他施設での修了生を含め10名の特定行為研修
修了生（以下特定看護師とする）が在籍するが、指導者以外の医師に対して特定看護師の活
動を理解してもらうことに困難を感じていた。そこで、2022年度より医局会での症例検討
会を開始し、2023年度にはさらに医師との協働での症例検討会とすることで、その認知度
も上がってきている。今回、その取り組みの概要について報告する。

【結果】症例報告会の実施回数は、2022年度4回、2023年度4回であり、2024年度も5
月より実施している。2023年度からの症例検討会で協働発表した診療科は、呼吸器内科、
整形外科、外科、脳神経内科などである。発表された症例の内容は、呼吸器（人工呼吸療法
に係るもの）関連が最も多く、次いで動脈血液ガス分析関連であった。医局会での症例報告
会への参加は、15分程ではあるが医師だけでなく看護師なども参加し、毎回30名ほどの
参加があり、症例に対する意見交換が行われている。

【結語】医師と協働で症例報告会を開催することは、周知面において一定の成果があると考
える。今後、この取り組みの成果についてアンケート等での分析を行うとともに、特定看
護師自身の活動の振り返りと合わせての分析が課題である。
1）厚生労働省　2023年度特定行為研修の組織定着化支援資料より

P1-8-6
特定行為実践症例数からの考察
菅原∙茉依（すがわら∙まい）

NHO 函館病院HCU

【はじめに】当院は2021年4月から特定行為研修機関として外科系基本領域の研修が開講
され、現在5名の外科系基本領域の特定行為看護師が活動している。さらに皮膚・排泄ケ
ア特定認定看護師1名と感染管理特定認定看護師1名を含めた計7名でそれぞれ10項目の
特定行為実践が可能である。2021年から2024年までの症例数・推移をまとめた。【目的】
症例数・推移の結果から、特定行為看護師の有用性や今後の課題を考察する。【結果】2021
年：CVC抜去7件、PICC挿入17件、陰圧閉鎖療法8件、壊死組織の除去12件。2022年：
CVC抜去2件、PICC挿入74件、陰圧閉鎖療法2件、創部ドレーンの抜去5件、直接動脈
穿刺法による採血61件。2023年：CVC抜去10件、PICC挿入121件、陰圧閉鎖療法2件、
創部ドレーンの抜去10件、直接動脈穿刺法による採血211件であった。【まとめ】症例数
の増加という結果から特定行為活動の認知度が上がり、医師とのタスクシェアに繋がって
いると考えられる。また、特定行為看護師として必要とされているということが実感でき、
モチベーションのアップにも繋がった。特に症例数の多い項目に関してはそれだけ需要が
あると考えられる。ただ記載以外の項目に関しては依頼がなく、実践する機会のない行為
に関しては知識・技術の維持が難しいことが今後の課題となっている。【おわりに】特定行
為活動を続けていくことで認知度が上がり、症例数の増加に繋がっている。今後の課題と
して、実践している行為に関してはスキルアップを、実践の機会がない行為に関しては知識・
技術を維持するための体制を整えていく必要がある。

P1-8-5
PICCのカテーテル先端位置異常により抜去困難および静脈炎をきたした
一例
国島∙正義（くにしま∙まさよし）、竹田∙明希子（たけだ∙あきこ）、岩崎∙泰昌（いわさき∙やすまさ）

NHO 呉医療センター救急科

【はじめに】当院では,診療看護師（JNP）による PICC挿入活動を行っている.PICCのカテー
テル先端異常により抜去困難および静脈炎をきたした症例を経験したので報告する.【症例】
75歳女性. S状結腸癌術後,2型糖尿病,慢性腎不全で維持透析中の方で,左足趾の壊死に対
し左示趾MP関節離断術を施行後,抗菌薬治療をされていた.左前腕にシャントがあり,身長
158cm,体重84kg,BMI33.6と高度肥満を認め,末梢静脈路確保が困難となり,術後19日目
に担当医師から依頼を受け右上腕へ4FrシングルルーメンのPICCを挿入し35cmで縫合
固定した.PICC挿入後,術後25日目まで抗菌薬投与後にヘパロックで管理され,術後26日
目よりTPNが開始された.術後31日目より右上腕の腫れがみられ,術後42日目に蜂窩織炎
疑いのためPICC抜去の方針となった.担当医により抜去を試みたところカテーテルの残り
25cmで抵抗が生じ抜去困難となった.レントゲンでPICCの状態を確認し,右上腕部の腋
窩より末梢側に先端を認め,カテーテルの残りが皮下でとぐろを巻いている状態を確認でき
た.安全に抜去するため,透視下でPICCにガイドワイヤーを通した状態での牽引を試みるこ
ととした.カテーテルにガイドワイヤーを通したところ,カテーテル先端は血管内にあるこ
とが確認できた.その状態で牽引したところ,多少の抵抗はあったがカテーテルの損傷なく
抜去できた.【考察】カテーテル先端位置異常をきたした要因として,ヘパロックの注入圧に
よって先端位置が変わったのではないかと考える.また,右上腕の蜂窩織炎が疑われたが,カ
テーテル先端が腋窩静脈周辺の状態でTPNを投与したため,静脈炎により腫れが生じたと考
える.

P1-8-4
胸骨正中切開後の手術部感染に対して局所陰圧閉鎖療法を用いた特定行為
の実践報告
大村∙直香（おおむら∙なおか）1、徳永∙俊照（とくなが∙としてる）2、鮫島∙弘睦（さめじま∙ひろむ）2

1NHO 近畿中央呼吸器センター看護部長室、2NHO 近畿中央呼吸器センター診療部呼吸器外科

胸骨正中切開術後手術部感染（以下SSI）に伴う創部離開に対して、特定行為看護師として多
職種と協働し局所陰圧閉鎖療法（以下NPWT）を実施、良好な創傷治癒を得た1例を報告す
る。【倫理的配慮】本人が特定されないようにした。【症例】60代男性、胸腺腫切除後、退院
後にSSIを発症し、術後14日目に創部が一部離開。特定行為皮膚・排泄ケア認定看護師（以
下WOCN）が創傷治癒への介入を開始。医師と協働しNPWT実施、長期入院に対する精神
的負担もあったが、創部の定期的な洗浄とフォーム交換（週に3回）、栄養状態の改善、創
傷治癒を進めた。4週間のNPWT後、創部は縮小し良質肉芽を形成し栄養状態も改善。術
後53日目に創部縫合閉鎖し退院。外来にて継続看護を行い、術後85日目に上皮化し治癒。

【考察】NPWTフォームの交換頻度を週3回、弱酸性の洗浄剤で創部を清浄、バイオフィル
ムを除去することで創傷治癒の促進に繋がった。また、入浴好きな患者に交換頻度を増や
し治療プロセスを楽しみに変えることで、治療効果の向上と精神的負担の軽減に繋がった。
WOCNが医師と協働することで、創部の評価を相互的に情報共有・検討し、適時ケア方法
を変更し対応することができた。更にWOCNが患者・看護師・栄養士等から成るチームの
連携の中心的役割を果たすことで、各専門職が連携したチーム医療の実践が可能になった。

【結論】WOCNが多職種と協働し、入院から外来までの創傷ケアに携わり、定期的な評価と
合わせ適時ケアの変更や栄養介入により治癒促進に繋がった。またWOCNによるNPWT
実施することで、長期入院に対する患者のストレス軽減に繋がった。
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P1-9-3
「気づく」「解釈」の理解を深めることに焦点を置いた授業案の検討

金田∙瞳（かねだ∙ひとみ）1、加藤∙良雄（かとう∙よしお）1、谷屋∙千秋（たにや∙ちあき）2、津田∙朋恵（つだ∙ともえ）2、
横川∙ゆか（よこかわ∙ゆか）3、澤邑∙由美（さわむら∙ゆみ）1

1NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校

【研究目的】タナーの臨床判断モデルの「気づく」「解釈する」のフェーズの理解を深めるため
の、事前学習と事例、グループワークを活用した授業方法の効果を検討する。【研究対象・
方法】A看護学校2年次2学期の臨床看護総論を受講した学生84名を対象に授業終了後に質
問紙を配布し74名から回収した。分析は質問紙の評定段階ごとに集計して平均点を算出し、
自由記載は内容をカテゴリー化した。【実施及び結果】1．授業に必要な既習学習を事前学習
として提示。2．授業のグループワークでは、模範例を作成しファシリテートすることで学
生から意見を引き出した。「気づき」を得るための事例提示のDVD視聴は2つの場面を1回
ずつ視聴した。3．質問紙では講義への参加度、講義の内容と進め方について高い評価を得
た。また、授業方法で最も効果的と回答したのは、必要な情報の認識では事前学習、「気づく」

「解釈する」思考の理解では事例の解釈の説明、必要な看護の言語化では事例を通したグルー
プワークであった。自由記載からは、「グループワークによる『気づく』の理解の深まり」「グ
ループワークによる『解釈』の理解の深まり」「ファシリテートの効果」のカテゴリーが抽出
された。【考察】1．事前学習を通し気づきや解釈の際に既習知識を活用する経験を積み重ね、
活用できる知識を増やし、気づくことができるようにしていく。2．グループワークで意見
交換し教員がファシリテートすることで視野を広げる機会になる。3．学生は気づきから解
釈することに時間がかかり情報の解釈は既習学習の知識を活用した分析的解釈が中心とな
るため、充分に内容を精選する必要がある。以上3点の示唆を得た。

P1-9-2
基礎看護学実習1と臨床判断能力～事前学習での気づく力の育成～
池田∙洋美（いけだ∙ひろみ）1、横山∙由香（よこやま∙ゆか）1、芝口∙千穂（しばぐち∙ちほ）2、奥村∙裕（おくむら∙ひろし）2、
竹田∙千鶴（たけだ∙ちづる）2、長谷部∙理沙（はせべ∙りさ）3、篠田∙和佐（しのだ∙かずさ）4、安井∙千枝（やすい∙ちえ）1

1NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 三重中央医療センター看護部、4NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校

目的：1年生を対象に、意味のある情報に「気づく」ことに焦点を当てた演習を行い、気づ
く力を育成する。方法：　対象者：A看護学校1年生79名、分析方法：基礎看護学実習に
向けて気づきをテーマにした演習を実施し、回収されたアンケート用紙を量的に分析した。
倫理的配慮：金沢医療センター倫理審査委員会で承認を得た。（受付番号：R05-070）結果：　
授業目標の到達度（4段階）の平均値は、目標1「一般的な病床環境をイメージすること」は
3.3、目標2「汚染のない病床と対象の病床の違いがわかった」・目標3「病床環境を整えるた
めに必要な情報についてわかった」は3.5であった。目標4「事前学習は効果的であったか」
3.6であった。また、学生の気づきについてのコメントをカテゴリー化した結果、6つの大
カテゴリー【リアルな環境】【快適な環境】【患者を尊重】【環境の視点】【コミュニケーション】

【学習の継続】に分類できた。考察：　学生は「ベッド周囲の環境整備のおもな着眼点」の視
点を確認した上で演習に取り組んだことで、汚染のない病床と対象の病床の違いや、現状
の環境が適していないことに気づくことができた。患者の転倒・転落につながる危険因子
がいくつもある状況を設定したことにより、学生が【リアルな環境】や【快適な環境】につい
て考えることにつながった。事前学習で対象にとっての最善の環境であるかを学習してい
たからこそ、環境の変化や「違和感」を感じることができた。事前学習や演習前課題のなかで、
まず自分の周りの環境をみて整えることで他者との価値観の違いに気づくことや、対象に
とっての最善の環境について考えることで【患者を尊重】することに気づくことができた。

P1-9-1
臨床判断能力向上に向けての授業実践
沢口∙夏季（さわぐち∙なつき）1、山本∙真世（やまもと∙まさよ）1、中村∙ひとみ（なかむら∙ひとみ）2、
北道∙夕貴子（きたみち∙ゆきこ）2、内野∙禎子（うちの∙ともこ）3

1NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校

【目的および動機】臨床判断の基礎的能力の育成が求められており、旧カリキュラムの学生
に臨床判断の思考過程を教授するための授業案を作成し実施した。その結果から、今後の
授業方略の手がかりを得る事ができたためここに報告する。【方法】A看護学校3年生に対
し事例を提示し、ランダムに看護師役の学生を指名した。教員が患者役となり、食事に関
する場面でのシミュレーション演習を3段階に分け行った。場面ごとに教員がファシリテー
ターとして介入し、リフレクションを行いながら難易度を上げていった。授業後、全員の
学生にアンケートをとり、結果をコード化し分析した。【結果】1．学生の臨床判断の実際：
患者の変化に部分的に気付き、学生なりの解釈・反応を示すことができていたが、学生自
身の思考で予期し把握するには不十分であった。2．学生の学びと自己の課題：リフレクショ
ンを通して臨床判断のプロセスを理解し、自己の課題を見出す事が出来た。3．授業後の評
価：演習内容・方法に対し高い評価を得た。【考察】1では、ラサターの臨床判断ルーブリッ
クと照合すると、いずれの場面も初歩的であったが、リフレクションを行う事で臨床判断
の思考過程をたどることが出来たと考える。2では、教員の質問や発問により、学生の考え
を言語化していき学生間での気づきを生みながら学びを深め、課題を明確にできたと考え
る。3では、演習を通し、学びを得られた事で満足度が高かったと考える。経験値の少ない
学生にとって、体験したことに対し時間をかけリフレクションしながら反復していくこと
で、ラサターの臨床判断ルーブリックの達成に近づけられるのではないかと考える。

P1-8-8
入退院支援センターにおける診療看護師の活動報告
田村∙浩美（たむら∙ひろみ）1、川村∙知也（かわむら∙ともや）1、中村∙英樹（なかむら∙ひでき）1、福島∙龍貴（ふくしま∙たつき）2、
栗原∙智宏（くりはら∙ともひろ）3

1NHO 東京医療センタークリティカルケア支援室、2NHO 東京医療センター総合内科、 
3NHO 東京医療センター救急科

日本の高齢化は世界でも類を見ない速さで進んでおり、2022年には65歳以上の全人口に
占める割合は29％に達し現在も増加中である。入院患者も高齢化しており、重症度や病態
の複雑性が増している。一方で、医療費適正化政策により入院期間の短縮が求められ、入
退院業務の重要性は増している。このような現状を受けて、通院中の外来から患者の入退
院を支援する「Patient Flow Management」（以下、PMF）を導入する施設が増加している。
当院も、2016年に予定入院患者の支援を目的に入退院支援センターが設立され、2名の看
護師が2つの診療科から介入を開始した。その後、徐々にスタッフや対象患者を増やし、現
在では予定入院患者のほぼ全例がセンターを経由するようになった。
当院では、クリティカルケア領域の2年間の大学院教育を終了した16名の診療看護師

（Nurse Practitioner：以下NP）がおり、救急科、総合内科、一般消化器外科、脳神経外科、
循環器内科、心臓血管外科、麻酔科、横断チームでの活動を行なっている。2023年からは、
医師に代わって術前評価を行ったり、通院スケジュールの効率化を行うなど、医師や看護
師の業務負担軽減をかねて、NPが入退院支援業務に携わるようになった。初年度は、整形
外科の人工股関節置換術（Total Hip Arthroplasty：以下THA）患者と泌尿器科の膀胱腫瘍
切除術（Transurethral Resection of Bladder Tumor：以下TUR-BT）患者から開始した。
介入を開始して約1年が経過した。対応した患者の中には、通院中に検査値の異常を確認し、
検査の追加や外来の調整を行うことができた症例もあった。入退院支援センターにおける
NPの活動状況について報告する。
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P1-9-7
看護学生が臨地実習において看護実践上の臨床判断を行うプロセス（第1
報）
大道∙真理（おおみち∙まり）、杉安∙久美（すぎやす∙くみ）、村上∙由紀（むらかみ∙ゆき）

NHO 別府医療センター附属看護学校

【目的】学生が臨地実習の経験を積み重ねていく中で、どのような場面で臨床判断を行って
いるかを明らかにする。【方法】対象：令和5年度にA看護学校（3年課程）2年生に在籍した
58名。データ収集：「実習目標」「患者の身体的特徴」「心理的特徴」「社会的特徴」「看護
ケアの必要性や計画立案」「看護ケア実施中及び実施後の判断」「看護実践時の指導者に報
告する際の判断」「看護実践時の指導者に調整する際の判断」「判断を行う際に影響する要因」
の9項目。データ分析：9項目の質問紙調査用紙。実習目標及び臨床判断の理解度に関する
到達度は、単純集計（平均値算出）、自由記述内容はKHCoderを用いた内容分析。【倫理的
配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認を得た。（承認番号：2023－030）【結果】1．研究
協力者58名中33名（回収率:56．9％）。2．実習目標及び臨床判断の理解に関する到達度
の各項目平均値は、3．2以上。各項目の抽出サブグラフ数は、身体的特徴:11、心理的特徴:9、
社会的特徴:6、援助の必要性や計画立案:7、看護ケア実施中及び実施後：5、看護実践時の
指導者に報告時：8、看護実践時の指導者に調整時：6であった。【結論】1．3側面の特徴
に関する判断結果から、対象理解のための情報収集ができているが、複数又は多方面から
の総合的判断に至っていないことが明らかになった。2．学生は看護実践を重ねていく中で
計画立案・実施を指導者に助言を得、受け持ち患者に合わせた計画修正するという判断を
行いながら看護実践していたことがわかった。3．学生は、指導者の行動を観察し、タイミ
ングを図るという判断とその難しさを感じていた。

P1-9-6
臨床判断能力の育成につなげる気づきを促す基礎看護技術演習の検討～洗
髪のシミュレーション演習～
大窪∙友加里（おおくぼ∙ゆかり）1、三宅∙優子（みやけ∙ゆうこ）2、小林∙真弓（こばやし∙まゆみ）3、露口∙絵美（つゆぐち∙えみ）4、
森田∙千春（もりた∙ちはる）5、岡崎∙郁美（おかざき∙いくみ）1、迫間∙晴子（はざま∙せいこ）1

1NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校、2NHO 呉医療センター附属呉看護学校、 
3NHO 浜田医療センター附属看護学校、4NHO 高知病院附属看護学校、 
5NHO 岩国医療センター附属岩国看護学校

【目的】新カリキュラムの教育内容を受けて学内演習における臨床判断能力の育成に着目し、
1年次の基礎看護学で学生が患者の反応に気づけるような洗髪の学習指導案を作成し演習を
実践したので報告する。【方法】洗髪の基本動作等について学習後にシミュレーション演習
をクラス毎に実施した。教員が患者・看護師役を行い「実施前のニードの把握」「実施前の
観察」「頭皮と頭髪を湿らせる」「頭皮と頭髪の洗浄（マッサージ）」の4つの場面のやりとり
を強調した。その後、気づきの共有をグループ、全体の順に行い、自己の気づき・共有後
の気づきをレポートに記載した。レポートから学生の気づきと考える文章を抽出し、共有
前後で比較した。【実施時期】令和5年11月【対象】A校3年課程1年生64人【倫理的配慮】
学生へ目的を口頭で伝え、協力は自由意志が尊重されること、成績へ影響しないこと、個
人情報の保護を行うことを伝え同意を得た。【結果】自己の気づきの文章数は476、そのう
ち患者の反応を捉えた文章数は243、患者の反応に対し『解釈』・『反応』を捉えた文章数は
10だった。共有後に追加された気づきの文章数は524、そのうち患者の反応を捉えた文章
は155、患者の反応に対し『解釈』・『反応』を捉えた文章数は43あった。特に「マッサージ
圧の調整」の気づきは共有後59人、さらに『解釈』・『反応』は29人であった。【考察】看護
技術の手順等を学習したうえで、気づきを促す場面をシミュレーションすることで、学生
は患者の反応を捉えやすかったと考える。さらに学びの共有により『気づき』から『解釈』『反
応』の思考に繋がったと考える。

P1-9-5
臨床判断の基礎的能力育成をめざしたシミュレーション演習　―低位前方
切除術後の初回歩行場面での実施の成果―
井上∙千香（いのうえ∙ちか）、松下∙裕子（まつした∙ゆうこ）

NHO 愛媛医療センター附属看護学校看護学科

【目的】
低位前方切除術の術後1日目初回歩行における安全・安楽および患者の心理状態に応じた援
助を実施した。その成果について報告する。

【倫理的配慮】
対象者に実践報告として発表することを口頭で説明し参加の同意はメールの返信で確認し
た。個人が特定されないように配慮し本報告以外には使用しないことを説明した。

【実践活動】
1．演習の概要成人看護援助論演習（周手術期）講義7コマのうちの2コマで実施した。演習
方法は、1Gを5 ～ 6人で編成し各グループに1名の教員が患者役兼ファシリテーターとし
て参加した。患者役はシナリオに沿って演示し、臨床判断に基づいて思考しデブリーフィ
ングを行った。
2．調査方法
演習の満足度などは間隔尺度（4件法）を用いその理由については自由記載を設けた。

【結果・考察】
授業後のアンケート結果として「シミュレーション演習はいつもより学びが多かった」「こ
の演習に満足している」と全員が回答していた。その理由として、グループでのディスカッ
ションやファシリテーターからの助言により学びが深まったと回答している。また実践に
近い状況であったことから、具体的に援助を考え援助ができるようになっていく体験や繰
り返し実施する体験により学びが深まっていた。
学生は手術後1日目の患者をイメージすることは難しい。教員が臨床に近い患者を演じるこ
とで、その患者の反応に気づき、事前学習や他者の意見を基に解釈し、反応、省察へと臨
床判断の思考を辿ることで、最善の援助が実践できる体験へとつながったと考える。事前
準備が活かされた事や自分とは違う他学生の意見を聞く事で、考えが広がり授業自体が楽
しく達成感をもたらしたと考える。

P1-9-4
看護学生の臨床判断能力育成を目的とした客観的臨床能力試験（OSCE）に
よる効果
山口∙綾（やまぐち∙あや）1、中野∙玲子（なかの∙れいこ）1、三浦∙慶子（みうら∙けいこ）2

1NHO 舞鶴医療センター附属看護学校看護学科、 
2NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校助産学科

【目的】臨床判断能力育成を目的とした客観的臨床能力試験（以下OSCE とする）を通して、
看護学生の臨床判断能力が向上したかを明らかにする。【方法】A看護学校3年生28名の3
回実施するOSCE の得点とレポート記載内容についてラサター臨床判断ルーブリック（以
下LCJRとする）を活用し分析する。【倫理的配慮】倫理審査委員会の承認を得て実施し、本
研究協力者には、本研究の目的と方法、個人情報の保護等を説明し、同意を得た。【結果】
OSCEの平均点は回を重ねるごとに上昇がみられた。LCJRを活用した分析においても4段
階のうち【模範的】または【達成】に該当する学生は回を増すごとに上昇している。【考察】タ
ナーの臨床判断モデルを基にしたOSCEを実施し、4つの臨床判断プロセス【気づき】【解釈】

【反応】【省察】において、習得率は回を重ねるごとに上昇がみられた。特に得点の上昇率が
高かった項目「系統的な観察ができる」はLCJRを活用した分析でも【焦点を絞った観察】と

【データーの優先順位付け】の項目で4段階のうち【模範的】に該当する学生が最も多く、対
象の症状について、訴えから原因を予測し、焦点を絞り、優先順位をたてて観察できてい
ることがわかる。3回実施したOSCE は、徐々に難易度が高くなるように設定しているが、
習得率は上昇していることから学生は対象の状況に応じた必要なケアを考え、患者に合わ
せたケアの実践ができるようになってきていることを示している。【結論】3回のOSCEの
実施結果の比較から、得点の上昇がみられ、臨床判断能力の向上が図れた。看護師のよう
に考えるタナーの臨床判断モデルを基にしたOSCEの実施は、臨床判断能力育成に効果的
であったと考える。
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P1-10-3
医薬品在庫管理システムを活用した薬務業務のシステム化とタスクシフト
へ向けた取り組み
山口∙志郎（やまぐち∙しろう）、田村∙憲昭（たむら∙のりあき）、齊藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）、中島∙淳（なかしま∙じゅん）、
上田∙善美（うえだ∙よしみ）、黒川∙拓也（くろかわ∙たくや）、関口∙知弘（せきぐち∙ともひろ）、多田∙純平（ただ∙じゅんぺい）、
及川∙悠衣（おいかわ∙ゆい）、澤田∙奈 （々さわだ∙なな）、東谷∙素直（ひがしたに∙すなお）、原∙伸好（はら∙のぶよし）、
宮部∙貴識（みやべ∙たかし）

NHO 舞鶴医療センター薬剤部

【目的】
近年、薬剤師は対物業務から対人業務へ移行することが求められている。
薬剤助手に発注業務補助、検収業務補助、帳票関連の作成業務補助等を依頼しているが、
地域特性もあり薬剤助手の増員は容易に行えない。
薬剤師が行っている対物業務を薬剤助手にタスクシフトするにあたって、2023年度末にシ
ステムの更新があった医薬品在庫管理システムを活用し、薬務業務のシステム化・簡略化
を図り、薬剤助手が新たに業務補助を担える時間を構築した。

【方法】
医薬品在庫管理システムの機能を活用し、更新前後の業務時間を比較した。

【結果】
薬剤助手に依頼している業務のうち、発注業務補助関連で約1.6時間/月、検収業務補助関
連で3.75時間/月、帳票関連の作成業務補助で2.7時間/月、月16日勤務として約8時間
の業務圧縮が得られた。
新たに作れた時間を、マスタメンテナンス作業補助や、納品された医薬品を棚へ保管する
業務、納品データを用いて期限切迫医薬品の確認を実施している。

【考察】
医薬品在庫管理システムの機能を活用することは、業務圧縮効果が得られ有用であった。
今後も同システムの機能を活用し、タスクシフトを進めていく予定である。

P1-10-2
当院薬剤部における薬剤助手導入時のcpKPIを用いた薬剤師業務への効果
検証
宮部∙貴識（みやべ∙たかし）、田村∙憲昭（たむら∙のりあき）、山口∙志郎（やまぐち∙しろう）、齋藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）、
中島∙淳（なかしま∙じゅん）、上田∙善美（うえだ∙よしみ）、黒川∙拓也（くろかわ∙たくや）、関口∙知弘（せきぐち∙ともひろ）、
多田∙純平（ただ∙じゅんぺい）、及川∙悠衣（おいかわ∙ゆい）、澤田∙奈 （々さわだ∙なな）、東谷∙素直（ひがしたに∙すなお）、
原∙伸好（はら∙のぶよし）

NHO 舞鶴医療センター薬剤部

【はじめに】
医師の働き方改革より医師から薬剤師に周術期や病棟における薬学的管理などのタスクシ
フトが進められる中、薬剤師の労力確保が大きな課題となっている。舞鶴医療センター（以
下、当院）薬剤部では2023年度に時間外勤務の縮減と薬剤師業務の効率化を目的に薬剤助
手が1名増員された。薬剤助手が内服・注射調剤の補助業務や電話対応、医薬品発注や検
品補助を行っており、薬剤師は周術期や病棟薬剤師業務など新たな業務展開に取り組んで
いる。今回、薬剤助手導入による薬剤師業務について、病院薬剤師の評価指標の一つとさ
れる臨床薬学の重要業績評価指標（Clinical Pharmacy Key Performance Indicatorscp：
cpKPI）を用いて評価を調査したので報告する。

【方法】
薬剤助手増員前後の2021年と2023年におけるcpKPIの前後比較。cpKPIはカナダ病院薬
剤師会がまとめたKPIを参考に、1:入院時の投薬確認、2:薬物療法の問題解決、3:多職種ラ
ウンド、4:入院中の患者教育、5:退院時の投薬調整、6:退院時の患者教育、7:包括的な直
接患者ケアとし、在籍薬剤師数を統一するため一人当たりに補正した。

【結果】
1:125.8%増加、2:144.6%増加、3:7.9%増加、4:17.7%増加、5:26.1%増加、6:26.1%増加、
7:25.4%増加した。

【考察】
薬剤助手導入後全ての項目で薬剤師業務の評価指標は増加しており、薬剤助手導入は薬剤
師業務の向上に寄与しているものと考えられた。薬物療法の問題解決の増加は医薬品適正
使用の向上が期待された。入院から退院までの薬学的支援の向上を目指し、タスクシフティ
ングに取り組んでいきたいと考える。

P1-10-1
関信地区国立病院における薬剤部科対象のタスク・シフト/シェアの調査
池滝∙晶子（いけたき∙あきこ）1、後藤∙七生子（ごとう∙なおこ）2、植木∙大介（うえき∙だいすけ）3、山田∙昌彦（やまだ∙まさひこ）4、
瀬川∙誠（せがわ∙まこと）5、西村∙富啓（にしむら∙たかひろ）6

1NHO 横浜医療センター薬剤部、2NHO 村山医療センター薬剤部、3NHO 東京病院薬剤部、 
4NHO さいがた医療センター薬剤科、5NHO 小諸高原病院薬剤科、 
6国立国際医療研究センター病院薬剤部

【目的】働き方改革の最重要課題である医師等の業務負担軽減を進めるにあたり、薬剤師の
支援が図られる一方で、薬剤師自身についても業務負担軽減が求められる。今回、関信地
区国立病院の各薬剤部科のタスク・シフト/シェアに関する現状について情報共有を目的
に調査を行った。【方法】関信地区の国立病院機構に属する病院、国立高度専門医療研究セ
ンター、国立ハンセン病療養所の全40施設の薬剤部科を対象に令和5年度におけるタス
ク・シフト/シェアの調査をGoogle Formsを用いて実施した。【結果】アンケート回収率
は100％であった。1日当たりの非セントラル業務に従事する薬剤師人数が全業務に対し
50%以上の施設が23施設（57.5%）、院外処方変更のPBPMを保険薬局等に公開・共有し
ている施設が14施設（35.0%）であった。非薬剤師在職施設（32施設）のうち非薬剤師の業
務手順書等を整備している施設が14施設（43.8%）、直近1年間の研修実施回数0回の施設
が24施設（75.0％）であった。その他、非薬剤師の教育・育成の工夫は「適性や能力、体力
を考慮した業務を選定している」等の意見があった。全施設の各薬剤部科長による薬剤師数
の見解は「不足している」が27施設（67.5%）であり、個別に「業務をどこまで行うのかで充
足・不足の判断になる」、「現状は充足しているが、今後、新規業務に薬剤師を配置する場
合は不足となる」等の意見が挙げられた。【考察】タスク・シフト/シェアは、各施設の特徴
やマンパワー、業務量との兼ね合いを踏まえながら推進されるべきと考える。今回の調査
結果が共有されることでタスク・シフト/シェアに少しでも寄与することを期待する。

P1-9-8
〔実践報告〕臨床判断を磨く！小児看護学シミュレーション演習

戒能∙正美（かいのう∙まさみ）、松下∙裕子（まつした∙ゆうこ）

NHO 愛媛医療センター附属看護学校

はじめに
小児看護学において患児の急変や症状に迅速かつ適切に対応するためには、高い臨床判断
能力が求められる。A校は、臨床判断能力育成を目指し全教員が参加して領域横断的にシミュ
レーション演習を6回行った。今回は小児看護学方法論演習でのシミュレーション演習の取
り組みを報告する。
1.目的
小児看護学方法論演習でのシミュレーション演習の実践について報告する。
2.倫理的配慮
今回の実践報告は授業の一環で実施した。『演習での一番の学び』はウェブアンケート結果
の一部をデータとした。シミュレーション演習の実施結果について、学会または紙上発表
することを口頭で説明し同意を得た。
3.実践活動
対象は2年生33名で、演習テーマは、小児看護学実習で急性期の患児を受け持つ機会が少
ないA校の実態から「喘息症状があり救急外来を受診した4歳児の状態観察」とした。幼児
モデル人形を患児に見立て、教員が母親役、患児の発言をする教員を配置し1会場で行った。
個人ワーク、グループワークを繰り返し、学生主体で進行し、教員はファシリテーション
ガイドをもとに必要時発問した。演習時間は180分とした。
4.結果・考察

『演習での一番の学び』には、「発達段階に合わせた対応」「子どもの主体性」「事故予防」「母
親へ子どもの苦痛緩和・治療への協力依頼」「母親の不安への共感や労い」というキーワー
ドが記載されていた。今後の課題として、実習指導者との演習テーマの検討やファシリテー
トを協働することや、教員のスキルの向上などの取り組みにより、小児領域においても臨
床判断能力の育成が期待できる。
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P1-10-7
勤務線表変更による薬剤業務への影響について
甲斐∙達夫（かい∙たつお）1、武田∙竜太（たけだ∙りゅうた）2、高田∙正温（たかた∙まさのり）1

1NHO 佐賀病院薬剤部、2NHO 佐賀病院管理課

【目的】当院では、これまで平日時間外（19：00-22：00）および休日（8：30-13：00）は
時間外勤務にて薬剤業務を行ってきた。今回、働き方改革対応および時間外勤務減少を目
的に、令和4年11月に勤務線表の変更を行った。勤務線表変更に伴う、薬剤業務への影響
について検討を行ったので報告する。

【方法】勤務線表変更前後である、令和3年度および令和5年度の薬剤業務実績（病棟薬剤業
務実施時間数および薬剤管理指導件数）、時間外勤務時間およびストレスチェック集団分析
結果を調査した。

【結果】薬剤部の月平均時間外勤務時間数は、令和3年度に対して、令和5年度は5.98hr削
減することができた。1週間当たりの平均病棟薬剤業務時間は、令和3年度：21.8hrに対
して、令和5年度：22.8hrであった。薬剤管理指導業務は、令和3年度：5541件/年、令
和5年度：5333件/年であった。ストレスチェックの仕事の量的負担は、令和3年度：6.2、
令和5年度：7.7であった。仕事のコントロール度は、令和3年度：8.7、令和5年度：8.3
であった。総合健康リスクは、令和3年度：64、令和5年度は、85であった。

【考察】平日日勤帯の薬剤師数減少により病棟業務実施加算の時間数確保のため、セントラ
ル業務の負担増加を危惧していたが、薬剤業務全般において大きな影響はでていないと考
える。しかし、ストレスチェック結果に業務負担増が現れているが、全国平均より良好な
値となっている。ただし、業務負担量が増加していることから、機器の導入やシステム導
入により、業務効率化を図り、負担軽減を行っていくことが必要と考える。

P1-10-6
横浜医療センターにおける発注業務方法の変更とその効果についての検討
青山∙大樹（あおやま∙だいき）、松村∙竜駿（まつむら∙たつとし）、水島∙淳裕（みずしま∙あつひろ）、小井土∙啓一（こいど∙けいいち）、
新藤∙学（しんどう∙まなぶ）

NHO 横浜医療センター薬剤部

【背景】
適切な医薬品の在庫管理は病院経営において不可欠である一方、薬物療法の細分化により
把握が難しくなっている。横浜医療センター薬剤部の内服薬・外用薬発注管理は開封時に
生じる「空き箱」を指標としていた。過剰在庫と発注漏れのリスクは軽減できるが在庫管理
業務時間が長くなる問題があった。そこで使用量が多い医薬品のみを定量発注へ変更、さ
らに薬剤助手へ移行させることで、薬剤師の在庫管理業務時間の削減を試みた。

【目的】
発注管理方法変更により在庫管理業務時間の削減効果を評価すること。

【方法】
発注方法変更前と変更後の薬剤師が業務に要した時間、同期間に発注した品目数、発注件
数、発注箱数を計測した。測定期間は5日間（変更前：2023年5月22日～ 27日、変更後：
2024年5月27日～ 31日）とした。

【結果】
発注時間中央値は変更前67分[範囲：41-105]、変更後20分[範囲：15-22.5]であった。
1品目1発注あたりの時間は変更前1.72分/回/発注、変更後0.27分/回/発注であった。
総発注品目数は変更前117品目、変更後192品目であった。総発注回数は変更前149件、
変更後221件であった。総発注箱数は変更前334箱、変更後569箱であった。処方箋枚数
は変更前1674枚、変更後1868枚であった。変更後の緊急発注は1回であった。

【考察】
発注方法の一部変更及びタスクシフトにより薬剤師の在庫管理業務を削減できた。削減で
きた時間を病棟薬剤業務等に充てることで病院経営と患者の治療推進に貢献できた可能性
がある。状況に応じて業務を見直すことで限られた人員を最大限有効活用が可能になると
図れると考えた。

P1-10-5
医薬品SPD導入による薬剤師業務のタスク・シフティングの効果の検証
鈴木∙克之（すずき∙かつゆき）1、鈴木∙訓史（すずき∙のりふみ）1、東∙敬太（あずま∙けいた）1、永澤∙佑佳（ながさわ∙ゆか）1、
一戸∙集平（いちのへ∙しゅうへい）2、西城∙信（さいじょう∙まこと）1、西村∙康人（にしむら∙やすひと）1

1NHO 仙台医療センター薬剤部、2NHO 盛岡医療センター薬剤科

【緒言】医療機関において、質の高い医療を維持しながら医師の働き方改革を推進するため
には、施設全体で薬剤師等の各職種がその専門性を活かせるタスクシフト/シェアに取り組
んでいく必要がある。一方、薬剤師は従事先の業態や地域偏在のため、病院薬剤師の確保
が課題であり、当院でも薬剤師の欠員に加えて産休・育休や時短勤務等が常態化となって
いる。そこで、当院では薬剤師業務のタスク・シフティングとして、新たにSPD（Supply 
Processing and Distribution、以下「医薬品SPD」）を導入し、その効果について検証した
ので報告する。

【方法】主要評価項目として、NHO臨床評価指標の安全管理が必要な医薬品に対する服薬指
導の実施率（以下「ハイリスク薬実施率」）及び薬剤管理指導料請求件数を、副次評価項目と
して、プレアボイド報告件数、病棟時間、年休等取得日数及び超過勤務時間を設定し、医
薬品SPD導入前後で比較した。

【結果】導入後のハイリスク薬実施率は目標とした50％以上を維持することができ、薬剤管
理指導料請求件数の増加が認められた。また、その他の評価項目についても同様に効果が
認められた。

【考察】医薬品SPD導入により、薬剤管理指導料請求件数の増加など、薬剤師による対人業
務の強化やワーク・ライフ・バランスの充実に一定の効果はあったと考える。一方、医薬
品SPDの業務範囲の拡大を順次行っているところであるが、薬剤師の病棟時間確保や部門
間の業務連携等に課題もある。さらに検討を重ねながら薬剤師業務のタスク・シフティン
グを推進し、薬剤師の専門性を活かした新たな取り組みに繋げ、質の高い医療の提供や医
師の働き方改革の推進に貢献していきたい。

P1-10-4
対人業務拡大に向けた当院の取り組みについて
別府∙博仁（べっぷ∙ひろひと）、森∙伽菜子（もり∙かなこ）、安居∙佐織（やすい∙さおり）、三嶋∙美穂（みしま∙みほ）、
井後∙星哉（いご∙せいや）、田中∙將晴（たなか∙まさはる）、松井∙仁美（まつい∙ひとみ）、大津∙睦恵（おおつ∙よしえ）

NHO 奈良医療センター薬剤部

【背景】平成31年4月に、厚生労働省医薬・生活衛生局生活総務課長から調剤業務のあり方
についての通知（いわゆる0402通知）が発出された。通知では、薬剤師の対人業務充実さ
せる観点から医薬品の品質の確保を前提として対物業務の効率化を図る必要があり、「調剤
機器や情報技術の活用等も含めた業務効率化のために有効な取組の検討を進めるべき」とさ
れている。当院薬剤部では、バーコードチェックシステムを導入し、医薬品の取り違え防
止対策を実施している。一方、当院では療養病床における入院・入所患者の定期処方が多
く調剤業務の負担が大きい。このため、薬剤助手による調剤補助業務を実施している。今回、
調剤業務のうち取り揃えを薬剤助手によって実施する手順を定め、試行したので報告する

【方法】当院の調剤内規では、調剤者・監査者の2名以上の薬剤師で調剤をすることとして
いた。0402通知によって解釈が示された通り医薬品の必要量の取り揃えを薬剤助手にタス
クシフトできるよう検討を行った。薬剤助手が医薬品の選択を判断せず、薬品名や規格の
取り違え防止の目的でバーコードチェックシステムを使用することとした。バーコードシ
ステムを使用することで、薬剤助手が取り揃えを行った処方は、薬剤師が処方監査を行っ
た後に監査担当の薬剤師に引継ぎ、監査担当の薬剤師は処方従来通り調剤された薬品に間
違えがない事を確実に確認して払い出すこととした。【結果、考察】バーコードチェックシス
テムの使用によって薬剤助手が医薬品の取り揃えを安全にできる環境が整った。当院のシ
ステムでは、現状数量の確認は困難であるため、数量の間違えを防止する対策を検討して
いくこととしている。
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P1-11-3
当院における統合失調症患者の退院時服薬アドヒアランスが再入院に及ぼ
す影響について
今本∙京大（いまもと∙たかひろ）、中澤∙誉（なかざわ∙たかし）、森∙英人（もり∙ひでひと）

NHO やまと精神医療センター薬剤科

【背景・目的】
精神病床からの退院患者の再入院率は退院後6 ヶ月時点で約30％であり、服薬アドヒアラ
ンスの不良が原因の1つであると報告されている。やまと精神医療センター（以下、当院）
においても統合失調症患者が再入院する事例があり、服薬アドヒアランスの向上が求めら
れている。そこで今回、当院における統合失調症患者の退院時服薬アドヒアランスが再入
院に及ぼす影響について調査した。

【方法】
2022年10月1日~2023年9月30日に退院した統合失調症患者を対象に退院時の内服自
己管理の有無及び2024年3月31日までの再入院数を調査し、患者の内服薬剤数と入院中
の指導介入が再入院に影響するか確認した。

【結果】
対象患者は49名、自己管理者は18名であった。また、再入院数は9名（自己管理あり1名、
なし8名）であった。指導介入別の再入院数（再入院数/総数）は自己管理開始時＋退院時

（0/10）名、自己管理開始時のみ（1/8）名、退院時のみ（5/17）名、介入なし（3/14）名であっ
た。自宅退院における内服薬剤数別の再入院数は、自己管理ありの1~5剤（0/14）名、6剤
以上（1/4）名、自己管理なしの1~5剤（4/11）名、6剤以上（2/6）名であった。

【考察】
入院中に自己管理を開始した患者は再入院率が低く、指導介入の効果が認められた。さらに、
自己管理を行うことは内服薬剤数にかかわらず有効であると示唆された。しかし、自己管
理を行っても6剤以上では再入院する事例があり、退院後も服薬アドヒアランスを維持する
にはポリファーマシー対策も必要であると考える。

【まとめ】
今回の調査より、服薬アドヒアランスが不良な患者に対し、服薬支援やポリファーマシー
対策を強化し、再入院の減少に貢献していきたい。

P1-11-2
FLS開始による二次骨折予防薬の動向調査
高橋∙弘季（たかはし∙ひろき）、橋詰∙宏美（はしづめ∙ひろみ）、瀬戸口∙由（せとぐち∙ゆき）、増田∙成美（ますだ∙なるみ）、
藤原∙純平（ふじわら∙じゅんぺい）、平川∙理紗（ひらかわ∙りさ）、横山∙晋一郎（よこやま∙しんいちろう）、田路∙章博（たじ∙あきひろ）

NHO 敦賀医療センター薬剤部

【目的】
高齢化社会に伴い、骨粗鬆症を背景とする大腿骨近位部骨折等の脆弱性骨折は寝たきりの
主要原因である。2022年度診療報酬改定において大腿骨近位部骨折患者に対する二次性
骨折予防継続管理料が新設され、当院は2022年8月より骨折リエゾンサービス（Fracture 
Liaison Service : FLS）を立ち上げた。
そこで今回、当院におけるFLS活動前後の変化及び薬剤師の役割を検討したので報告する。

【方法】
対象患者は50歳以上の大腿骨近位部骨折にて入院した患者とし、対象期間を2021年4月
～ 2023年11月とした。電子カルテより患者背景（年齢、性別、主病名）、骨粗鬆症薬導入
率、入院日数、通院日数について後方視的に調査し、FLS活動前後1.5年において比較した。

【結果】
対象患者は96名（男性17名、女性79名）、年齢は84.1±9.7歳、骨折部位は頸部53名、
転子部43名であった。骨粗鬆症薬導入率は28.9％増加（p＜0.01）し、未導入率は19.9％
減少（p＜0.05）した。入院期間は29.6日（p＜0.01）、通院期間は16.1日（p＜0.05）短
縮した。
FLS開始により骨粗鬆症薬導入率は大幅に増加したが、施設入所等による継続不明や未継続
の症例を散見した。

【考察】
FLS活動による骨粗鬆症薬の導入と継続は、予防薬であるため治療薬に比べ認識が低い。再
骨折予防の理解を深め、骨粗鬆症薬の処方率を上げるために、より一層啓発する必要がある。
特に骨粗鬆症薬の選択や継続において薬剤師の役割は大きく、より質の高い情報を提供し
なければならない。今後は骨代謝マーカーや腎機能、生活様式等を基に適切な薬剤を提案し、
薬薬連携を通じた退院後フォローの開始に向けて活動したい。

P1-11-1
骨・カルシウム代謝注射薬の適正使用に関する調査
鶴山∙萌子（つるやま∙もえこ）、高武∙嘉道（こうたけ∙よしみち）、橋本∙雅司（はしもと∙まさし）

NHO 九州医療センター薬剤部

【目的】骨・カルシウム（Ca）代謝薬には低Ca血症が生じるものがあり、Ca値の測定や薬に
よってはCaやビタミンD（VitD）の投与が必要である。今回、骨・Ca代謝注射薬の適正使
用推進のために、九州医療センターにおける使用状況を調査した。

【方法】2021年1月から10月に、デノスマブ、ロモソズマブ、ゾレドロン酸、イバンド
ロン酸を開始した患者を対象に、患者背景、投与前後のCa値測定率、投与開始時のCaや
VitDの処方率と処方有無の理由、低Ca血症発現率を調査した。デノスマブとゾレドロン
酸は、主な適応が骨粗鬆症の製剤をO、固形癌骨転移による骨病変の製剤をBとした。

【結果】患者数、投与前後のCa値測定率は、デノスマブO38名、74％、42％、デノスマブ
B59名、80％、97％、ロモソズマブ10名、80％、70％、ゾレドロン酸B11名、91％、
100％、ゾレドロン酸O4名、50％、75％、イバンドロン酸7名、86％、29％であった。
Ca及びVitDをCa高値でない限り補充とされているデノスマブ、適切な補充を行うとさ
れているロモソズマブのCa・VitD処方率は、デノスマブO84％、B78％、ロモソズマブ
40％であった。低Ca血症発現率は、デノスマブB21％、ゾレドロン酸B36％、その他の
発現はなかった。

【考察】低Ca血症発現率が高いデノスマブBとゾレドロン酸Bは、他の4剤に比べてCa値
測定率が高く、デノスマブB ではCaやVitDが概ね適切に処方されていた。低Ca血症発現
率が高い薬剤は、その対策の必要性が医師に周知されていると推測される。低Ca血症発現
率が低い薬剤についても、リスクを認識することは重要であり、低Ca血症対策について周
知する必要があると考える。

P1-10-8
国立病院機構横浜医療センターにおける術前休薬確認業務の人的資源視点
から見た費用対効果の検討
関口∙華乃（せきぐち∙かの）、小井土∙啓一（こいど∙けいいち）、新藤∙学（しんどう∙まなぶ）

NHO 横浜医療センター薬剤部

【背景】手術予定患者における常用薬の継続可否判断は医学的薬学的判断が要求され、その
要請に応える形で薬剤師がその確認業務を行うことが一般化してきている。NHO横浜医
療センターにおいても薬剤師による休薬指示確認を実施しており要確認事案は多いものの、
その多くは「指示漏れ」であり専門的判断を要するものは少ない。

【目的】当院における薬剤師の術前休薬確認業務について、人的資源の視点から費用対効果
を評価すること

【方法】2023年10月1日～ 10月31日の期間に、当院外来にて術前休薬確認を行った事例
を対象として、業務に要した時間を測定した。また、診療録より診療科、休薬を要する薬剤（対
象薬）の有無と種類、薬剤師→医師への指示確認有無を調査した。当該期間における休薬確
認1患者あたり、および休薬指示漏れ1件の発見に要するのべ業務時間を算出した。

【結果】評価対象件患者：109名、うち対象薬が含まれていたのは34名、1件あたりに含ま
れていた対象薬数中央値：1[範囲：1-3]、指示漏れ件数：21件であった。対応時間中央値は、
対象薬がない場合：10分[1-35]、ある場合：15分[5-46]であった（P＜0.001）。当該期
間における休薬指示漏れ1件発見あたりののべ業務時間は65分であった。

【考察】術前休薬の指示漏れ確認には多段階でのチェック機構が重要ではあるが、そのため
に必要な情報はすでに整備されているところである。専門的人的資源が限られている中で、
それらの有効活用には多様な視点から評価するべきであり、今回我々は指示漏れ1件あたり
の薬剤師コストに関連する検討を行った。将来的にタスク・シフト/シェアも視野に入れた
議論も期待したい。
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P1-11-7
不眠症治療薬の服用が転倒・転落に及ぼす影響の検討
澤田∙一輝（さわだ∙かずき）、松尾∙圭祐（まつお∙けいすけ）、西村∙沙也香（にしむら∙さやか）、江崎∙瞳（えざき∙ひとみ）、
鈴木∙祐太（すずき∙ゆうた）、佐藤∙栄梨（さとう∙えり）、松元∙俊博（まつもと∙としひろ）

NHO 都城医療センター薬剤部

【目的】不眠症治療薬は転倒・転落の危険因子の一つであることが知られている。今回、当
院の転倒・転落患者における不眠症治療薬による影響について調査を行ったので報告する。

【方法】2023年1月1日から2023年12月31日の期間に転倒・転落が発生した患者のイン
シデントレポートを調査し、18歳以上の入院患者を対象とした。性別、年齢、BMI、内服
薬数、不眠症治療薬の使用状況、転倒時間等について電子カルテを用いて後方視的に調査
を行った。なお、18歳未満の患者は調査対象から除外した。【結果】対象患者は不眠症治療
薬使用群（以下使用群）40名、不眠症治療薬非使用群（以下非使用群）56名であった。薬剤
別の転倒率は、ラメルテオンが最も高く、トリアゾラムが最も低かった。転倒時間は、使
用群では21時から朝9時まで（以下夜間）の転倒が多く、非使用群では朝9時から21時ま
での転倒が多かった。また、使用群における転倒時間を薬剤の種類別にみると、BZ系薬剤
において特に夜間の転倒が多い傾向が強くみられた。【考察】不眠症治療薬の使用は夜間の
転倒に影響を及ぼしやすい可能性が考えられ、特にBZ系使用者は注意が必要であると考え
られる。薬剤別の転倒率は、新規作用機序の不眠症治療薬が高い結果となったが、これは
他の不眠症治療薬と併用される場合が多いことや併用薬の種類等の他の要因を十分に検討
できていないことから不眠症治療薬以外の要因が影響した可能性も否定できない。筋弛緩
作用がなく安全性が高いとされる不眠症治療薬使用下においても転倒・転落は生じており、
個々の患者に合わせた薬剤選択及び評価が必要であると考える。

P1-11-6
COVID-19患者におけるヘパリンカルシウムを用いた予防的抗凝固療法と
活性化部分トロンボプラスチン時間（APTT）延長に関する調査
永田∙健太郎（ながた∙けんたろう）、松尾∙待池（まつお∙だいち）、野田∙晃洋（のだ∙あきひろ）、堤∙国章（つつみ∙くにあき）、
橋本∙未雷（はしもと∙みらい）、福山∙雄卯介（ふくやま∙ゆうすけ）、三角∙紳博（みすみ∙のぶひろ）

NHO 長崎医療センター薬剤部

【目的】
COVID-19患者は静脈血栓塞栓症を合併しやすく、中等症以上の症例に対する低用量ヘパ
リンカルシウム（ヘパリンCa）を用いた予防的抗凝固療法の実施、およびAPTT過剰延長の
確認のための採血検査が推奨されている。
今回、COVID-19患者でヘパリンCa予防投与による出血が疑われ、APTTが施設基準値の
4倍以上に延長した症例を経験した。そこで、ヘパリンCa予防投与により、APTTが延長
しやすいCOVID-19患者の背景を調査した。

【方法】
2023年1月～ 12月にヘパリンCaを予防投与したCOVID-19患者65名を対象として後
方視的に解析を行った。APTTが2倍以上に延長した患者を延長群、2倍未満を非延長群と
して、年齢、性別、体重、血液検査項目について比較した。

【結果】
延長群は20名、非延長群は45名であった。延長群と非延長群の年齢（median;90.5 vs 
83.0）と体重（median;44.3 vs 52.4）に有意差がみられた（p＜0.05）。また、延長群は男
性20%、女性80%と女性の割合が高かった。血液検査値では臨床的に有意な差は確認され
なかった。多変量解析の結果、性別の寄与が最も大きいことが示された（p＜0.05）。

【考察】
今回、COVID-19患者においてヘパリンCa予防投与によりAPTTが延長しやすい患者背景
として性別・年齢・体重という項目が示された。ヘパリンの投与において高齢者、低体重
がAPTTを延長させるリスクとなることが知られているが、新たに女性という背景が挙げら
れた。これらの要因に該当する患者は定期的なAPTTのモニタリングの上でより注意が必要
だと考えられる。また、検査値については時系列的に解析するなどさらに検討を重ねてい
く必要があると考える。

P1-11-5
術後疼痛管理チーム加算算定患者における術後抗精神病薬使用と術後オピ
オイド持続静注、硬膜外鎮痛の関連性の検討
稲垣∙雄一（いながき∙ゆういち）、座光寺∙伸幸（ざこうじ∙のぶゆき）、伊東∙正樹（いとう∙まさき）、今井∙大貴（いまい∙ひろき）、
近藤∙恵尚（こんどう∙けいな）、竹内∙正紀（たけうち∙まさき）

NHO 静岡医療センター薬剤部

【目的】術後疼痛管理チーム加算（以下、当加算）の算定患者では、術中から継続したオピオ
イドの投与や局所麻酔薬による硬膜外鎮痛等が行われる。術後の重要な合併症として術後
せん妄が挙げられ、オピオイド投与はリスク因子のひとつとされる。一方、硬膜外鎮痛に
ついては、術後せん妄予防に有効である可能性が示唆されている。日本総合病院精神医学
会『せん妄の治療指針』では、各種条件を考慮して、せん妄への抗精神病薬使用を推奨して
いる。そこで、当加算算定患者の抗精神病薬使用と術後疼痛管理におけるオピオイド持続
静注（以下、O-IV）、硬膜外鎮痛（以下、Epi）の関連性について調査することとした。

【方法】2023年1月1日から2023年12月31日までに当加算を算定した患者において、術
後10日以内の新たな抗精神病薬（『せん妄の治療指針』推奨薬剤のうち院内採用品）の使用
と当加算算定契機となる術後疼痛管理（O-IV、Epiの有無、併用状況）について、診療録を
用いて後方視的に調査した。

【結果】期間内の当加算算定患者は460名であった。O-IV使用患者273名のうち抗精神病
薬使用は21名（7.7%）、Epi使用患者170名のうち抗精神病薬使用は4名（2.4%）、O-IVと
Epiを併用した患者17名のうち抗精神病薬使用患者はいなかった。

【考察】当加算算定患者において、Epi使用患者より、O-IV使用患者において抗精神病薬使
用が多い傾向があり、後者においては疼痛管理に加え精神症状の確認もより重要と考えら
れた。ただし、疼痛状況、術式、ICU管理等せん妄リスク因子は多様であるため、今後の
検討課題としたい。

P1-11-4
パリペリドンパルミチン酸エステルの適正使用に関する調査
岡∙辰也（おか∙たつや）1、中山∙洋輔（なかやま∙ようすけ）1、石井∙秀明（いしい∙ひであき）1、古賀∙亮次（こが∙りょうじ）2、
吉岡∙芙美（よしおか∙ふみ）1、渡辺∙健二（わたなべ∙けんじ）1、福石∙和久（ふくいし∙かずひさ）1

1NHO 肥前精神医療センター薬剤部、2NHO 別府医療センター薬剤部

【背景】パリペリドンパルミチン酸エステル（以下、PP）は抗精神病薬パリペリドンの持効性
注射剤である。PPは2014年4月に安全性速報が発出されている薬剤で適正使用が求めら
れる。また、PPは腎機能に応じた用量調整が必要である。そこで、今回、肥前精神医療セ
ンター（以下、当院）においてPPが腎機能に基づいた適正用量で使用されているか調査した。

【方法】調査は当院のPP投与患者を対象とし、2023年10月、2024年1月、4月の各時点
で腎機能に基づいた適正使用状況を調査した。腎機能はCockcroft-Gault式によってクレ
アチニンクリアランスを算出することで簡易的に評価し、腎機能に基づいた用量調整が行
われていなかった場合は疑義照会を行った。【結果】2023年10月、2024年1月、4月の
PP投与患者数はそれぞれ、39例、32例、32例であった。そのうち、腎機能に応じた最大
用量を超過してPPが使用されていた症例は、10月が3例、1月が1例、4月が1例であっ
たが、いずれもクレアチニンクリアランスが50ml/min以上の患者であり、禁忌には相当
していなかった。【考察】当院薬剤部ではPP導入時に腎機能の確認と必要に応じて主治医に
適正量の提案を行っており、PPの適正使用へ貢献できていると考えられる。一方、適正用
量で使用されていなかった患者は精神症状が安定していたため、漫然と投与され、腎機能
の評価が見落とされていることが推察される。以上のことから、PP導入後も、定期的に腎
機能を確認することで適正用量でのPPの使用につながるものと考えられる。
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P1-12-3
がん薬物療法を受けている外来患者の救急外来受診に関する実態調査
深津∙美緒（ふかつ∙みお）1、牧野∙佐知子（まきの∙さちこ）1、野畑∙香奈子（のはた∙かなこ）1、吉田∙友紀（よしだ∙ゆき）1、
島崎∙恵（しまざき∙めぐみ）1、高橋∙実菜（たかはし∙みな）1、井上∙裕貴（いのうえ∙ひろたか）2、伊藤∙武（いとう∙たけし）3、
山内∙圭太（やまうち∙けいた）4、山下∙克也（やました∙かつや）3

1NHO 豊橋医療センター看護部、2NHO 豊橋医療センター薬剤部、3NHO 豊橋医療センター外科、 
4NHO 豊橋医療センター脳神経外科

【目的】当院では、外来患者に年間約1500件のがん薬物療法を実施している。近年、新規
薬剤の開発や免疫チェックポイント阻害薬の適用拡大による治療の多様化、個別化が進み、
外来治療が増加している。一方で、副作用や偶発的な事象により救急外来を受診する患者
に対し、がん診療に携わっていない医療者が当直対応する場合もある。そこで、がん薬物
療法を受けている外来患者の救急外来受診状況を調査した。【方法】2019年1月～ 2023年
3月に当院でがん薬物療法後に救急外来を受診した外来患者の診療録より、癌種、性別、年齢、
使用レジメンとコース、主訴、受診までの経過、患者・家族の反応、医療者の対応、診断結果、
転帰について後方視的に抽出し分析した。【結果】救急外来を受診した患者は112名であっ
た。受診理由は、発熱43名、消化器症状27名、呼吸器症状5名、免疫関連有害事象（間質
性肺炎）1名、偶発的な事象（眩暈、ベッドからの転落による体動困難など）であった。受診
後に入院した38名のうち、7名の発熱性好中球減少症の患者の中で2名が重症感染症に陥
り死亡に至った。死亡事例における受診時の患者・家族の反応としては、「症状は我慢すれ
ばいいと思った」「家族に相談することなく（患者）ひとりで管理していた」「前日から症状
はあったが様子を見ていた」であった。【考察】当院の救急外来受診時に、主訴に応じてがん
診療に携わっていない医療者でも対応できる救急対応マニュアルの作成が必要であり、マ
ニュアルを活用した院内での連携促進が重要である。また、体調変化を認識後できる限り
早期に相談や受診ができるよう患者だけでなく家族も含めた教育が必要と考えられた。

P1-12-2
プレアボイド報告増加に向けた薬剤部の取り組みによる医薬品適正使用の
推進
鬼木∙彩乃（おにき∙あやの）、杉野∙太亮（すぎの∙たいすけ）、小原∙直紘（おはら∙なおひろ）、森下∙拓哉（もりした∙たくや）、
小田∙亮介（おだ∙りょうすけ）、丸山∙直岳（まるやま∙なおたけ）、福田∙利明（ふくだ∙としあき）

NHO 京都医療センター薬剤科

【背景】プレアボイド報告は薬剤師が薬物療法に関与することで患者の不利益を回避、軽減、
薬物治療効果が向上した事例である。当院薬剤部では医薬品適正使用に貢献するため、報
告を積極的に行っており、2023年度は過去最大の報告件数となった。また、2021年度よ
り報告解析を若手薬剤師が担当する体制としている。今回、プレアボイド報告の増加傾向
について詳細な分析と評価を行ったので報告する。【方法】2022年4月から2024年3月ま
でに集積したプレアボイド報告を対象とし、年度毎の報告件数の推移を比較した。評価項
目は介入の発端・担当病棟・入職後の経験年数とした。【結果】プレアボイド年間報告件数
として2022年度は1339件、2023年度は1872件であった。発端別では検査値・薬歴等
のカルテ情報からの介入が31%から60%へ増加し、病棟毎の推移では、集中治療系の病棟
の報告件数が678件から780件へ増加した。経験年数別では入職後5年目以下による報告
が1人あたり13件から40件へ増加した。【考察】若手薬剤師が報告解析を担当することで
継続的な薬剤師教育が実践され、入職後5年目以下の薬剤師による報告件数が増加したと考
えられる。さらに同時期から、集中治療室・新生児集中治療室における薬剤師の常駐を開
始しており、集中治療系の病棟からの報告増加に影響したと考えられる。また2022年度よ
り薬剤部内で優良事例の共有を行っており、より詳細なカルテ情報の把握や、報告に対す
る意識付けにつながり、総件数が過去最多になったと考えられる。今後も処方支援の一環
として、医師や看護師のみではフォローしきれない薬物療法における補完を行い、医薬品
適正使用に貢献していきたい。

P1-12-1
全自動PTPシート払出装置による医療安全への貢献
佐々木∙健将（ささき∙けんしょう）、千崎∙宏樹（せんざき∙ひろき）、水津∙智樹（すいづ∙ともき）、河合∙実（かわい∙みのる）

NHO 大阪刀根山医療センター薬剤部

背景　近年、薬剤師業務は対物から対人中心へ業務シフトし、調剤業務の機械化が進んで
いる。大阪刀根山医療センター（以下当院）では、2022年11月から、調剤支援として全自
動PTPシート払出装置（Robopick2：ユヤマ製、以下RP）を導入し、今回RP導入による医
療安全に対する効果の検証を目的にRPの使用状況と導入前後における内服薬の調剤エラー
の変化について調査を行った。方法　RP導入当時の内服薬の採用品490品目のうち、処方
頻度より101品目を搭載。導入前2022年7月～ 10月と導入後2022年12月～ 2023年
3月の調剤エラーを調査、導入後の同4カ月間でRPが調剤に関わった割合を調査した。結
果　導入後4カ月間でRPが調剤に関わった割合は全処方箋の約59％であった。導入前後
で内服薬のRP搭載品目における調剤エラーは14→1件へ減少した。内訳は医薬品間違い
5→0件、規格・剤形間違い4→0件、計数間違い5→1件であった。考察　RP導入によ
り調剤エラーは減少し、ヒューマンエラー対策には有益であると考えられる。しかし、搭
載薬品の欠品時に、記録紙の欠品表示の見落としによる人為的な調剤エラーが生じており、
記録紙への表示方法等の工夫が必要と考えられる。本調査ではRPのみで調剤が完了した処
方の割合は30％程度であることが判明した。当院では、慢性期病棟の患者に対する調剤は、
RPが関与できない一包化・散薬が調剤の半分以上を占める一方で、急性期病棟ではPTPシー
トの形態での調剤が多いことから、より効果的な活用方法として、急性期病棟での処方頻
度が高い薬剤に絞った搭載品目の検討が必要と考えられる。

P1-11-8
FDA副作用データベース（FAERS）に基づく薬剤関連顎骨壊死の特徴と当
院で経験した肺癌患者の9例
鳥海∙真也（とりうみ∙しんや）1,4、大場∙麻帆（おおば∙まほ）1、関∙美羽（せき∙みはね）1、鶴岡∙次朗（つるおか∙じろう）1、
長山∙めぐみ（ながやま∙めぐみ）1、酒井∙侑季（さかい∙ゆうき）1、山口∙裕子（やまぐち∙ゆうき）1、岡田∙美晴（おかだ∙みはる）1、
三森∙竜司（みもり∙りゅうじ）1、下川∙亨明（しもかわ∙こうめい）1、田中∙阿利人（たなか∙ありと）2、荒木∙規仁（あらき∙のりひと）2、
杉浦∙八十生（すぎうら∙やそお）3、河合∙治（かわい∙おさむ）2、植沢∙芳広（うえさわ∙よしひろ）4

1NHO 神奈川病院薬剤部、2NHO 神奈川病院呼吸器内科、3NHO 神奈川病院呼吸器外科、 
4明治薬科大学医療分子解析学研究室

【背景】薬剤関連顎骨壊死（MRONJ）はビスホスホネート製剤やデノスマブの稀な副作用と
して知られている。本検討では、FDA副作用データベース（FAERS）を用いMRONJの特
徴の検討と当院におけるMRONJの発生状況についてカルテ調査を行ったので報告する。

【方法】FAERSにおいて解析可能な薬剤とMRONJの2×2分割表を作成し、報告オッズ
比（ROR）及びFisherの直接正確検定のp値からなる散布図（volcano plot）からMRONJ
に関連する可能性がある薬物を評価した。当院のカルテ調査ではMRONJを発症した肺癌
患者の9例について検討した。【結果】今回使用したFAERSには3,427件のMRONJが掲
載されていた。MRONJに関連する薬剤としてデノスマブやゾレドロン酸、アレンドロン
酸、スニチニブ、ベバシズマブを含む80剤を認めた。当院のカルテ調査では、肺癌患者の
MRONJの9名（男性4名、女性5名）の発生率は0.67%（男性0.5％、女性1.1%）、9例と
もデノスマブが投与されていた。デノスマブ投与群のMRONJ発症率は5.7%（男性3.7％、
女性9.6%）、平均年齢は67.1歳（男性66.8歳、女性67.4歳）、治療期間の中央値は1,269
日（男性1,338日、女性1,041日）であった。ゾレドロン酸投与群（32例）ではMRONJの
発症は0例であった。【考察】FAERSの解析ではMRONJは骨吸収阻害薬を含む多くの薬剤
が影響する可能性が認められた。当院のカルテ調査から肺癌患者におけるデノスマブ投与
群の発生率（5.7%）は過去の報告（約5%未満）に比べ高かった。また、肺癌患者では男性で
も投与患者の絶対数が多いため注意が必要である可能性が示唆された。今後デノスマブ長
期投与患者の増加に伴い、長期的な視点による薬学的管理が重要であると考える。
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P1-12-7
宇多野病院での整形外科手術後の血圧管理における薬剤師の取り組み
徳島∙乾造（とくしま∙けんぞう）、白井∙祐也（しらい∙ゆうや）、中村∙水紀（なかむら∙みずき）、和田∙真由子（わだ∙まゆこ）、
豊田∙悠二（とよた∙ゆうじ）、中筋∙千佳（なかすじ∙ちか）、木原∙理絵（きはら∙りえ）、山本∙靖子（やまもと∙やすこ）、
江澤∙恵（えざわ∙めぐみ）

NHO 宇多野病院薬剤科

【背景・目的】
近年、医師の働き方改革に伴い薬剤師へのタスクシフトが推進されている。当院は整形外
科医師との事前プロトコールに基づき、2018年より病棟薬剤師が処方の代行を行っている。
術前に抗血栓薬等の服薬状況や使用中の薬剤について確認を行っているが、術後は循環動
態の変化により血圧が低下し、降圧薬の調整が必要である。しかし当院では血圧低下時の
明確な内服指示がないため、看護師から低血圧時の降圧薬の服用に関する相談が多かった。
そこで今回、整形外科周術期の血圧管理について検討し統一したので報告する。

【方法】
血圧低下時の降圧薬中止基準について整形外科・循環器内科医師と協議し、薬効分類別に
中止分類A（RAS阻害薬・DHP系Ca阻害薬等：該当する薬剤はすべて中止）と中止分類B（利
尿薬や硝酸薬等：中止分類Aに該当する薬剤を服用していない場合のみ中止）を設定した。
協議した内容を基に薬剤部で資料を作成し、多職種と情報共有を行い、2024年度より運用
した。

【結果】
降圧薬中止基準を設定した取り組み後、降圧薬の中止に関するプレアボイド報告が2件あっ
た。その2件とも術後の血圧変化により今回作成した降圧薬中止基準に設定した分類A（RAS
阻害薬2件）を医師に提案した結果,血圧が安定し適切な薬剤管理をすることができた。

【考察】
降圧薬の中止基準を設定したことで医師の指示が統一され、医師・看護師と連携し術後の
血圧管理に対応することで、タスクシフト推進に繋げることができたと考える。今後も、
周術期に注意が必要な薬剤管理について薬剤師が介入を行い、医薬品の適正使用に貢献し
ていきたい。

P1-12-6
薬剤師による処方修正に関するプロトコルに基づいた薬物治療管理が医師
業務負担軽減および医薬品の安全使用に与える効果に関する検討
大西∙由華（おおにし∙ゆか）、中藏∙伊知郎（なかくら∙いちろう）、廣瀬∙優冴（ひろせ∙ゆうご）、今西∙嘉生里（いまにし∙かおり）、
加藤∙あい（かとう∙あい）、坂本∙麻衣（さかもと∙まい）、中野∙一也（なかの∙かずや）、山西∙香織（やまにし∙かおり）、
畝∙佳子（うね∙よしこ）

国立循環器病研究センター薬剤部

【目的】近年、医師の働き方改革が求められており、当センターでは医師業務負担軽減のた
め薬剤師による院内処方の修正に関するプロトコルに基づいた薬物治療管理（以下、PBPM）
を実施している。PBPMの運用手順に基づき、薬剤師は医師の処方した内容について、処
方修正が可能となっている。今回、PBPMの導入により、どの程度医師の業務負担軽減と
なるかを検証し、さらに、医薬品の安全使用に貢献したかについて調査したので報告する。

【方法】2023年4月から2024年3月までの1年間、当院で薬剤師がPBPMに基づき処方修
正を実施した件数と実施内容について診療録よりデータを抽出し、集計した。医師の業務
負担軽減時間について、電話連絡不要な内容は5分/件、電話実施による変更内容は4分/
件で算出した。処方変更を実施した内容についても調査した。【結果】調査期間にPBPMに
基づき処方修正を行った総件数は899件（うち、医師への連絡なし：836件（93％））であり、
医師の業務時間削減は推計で年間4432分（73.9時間）であった。内容としては一包化への
変更に対する内容が最も多かった（438件）。また、2番目に多かったのは適切な投与間隔
および投与日指定の変更（121件）であった。【考察】処方修正に関するPBPMを薬剤師が実
施することにより、医師の業務時間の削減が可能であった。また、薬剤師による処方修正
により適切な投与間隔・投与日指定の修正が可能となったことで、診療録上で適切な用法
用量での指示が反映され、患者への適切な薬剤の投与に貢献でき、医薬品の安全使用に関
する効果もあったと考えられた。今後もPBPMを引き続き実施し、医師の業務負担軽減お
よび医薬品安全使用への貢献を果たしたい。

P1-12-5
デジタルツールを活用したHBVスクリーニング：薬剤師主導の臨床成果
中橋∙麻友（なかはし∙まゆ）、岡崎∙晴夏（おかざき∙はるか）、青野∙由依（あおの∙ゆい）、楢本∙佳代（ならもと∙かよ）、
吉村∙芙美（よしむら∙ふみ）、野田∙拓誠（のだ∙たくみ）、長谷川∙英利（はせがわ∙ひでとし）、宮城∙和代（みやぎ∙かずよ）、
村津∙圭治（むらつ∙けいじ）、山下∙大輔（やました∙だいすけ）、吉野∙宗宏（よしの∙むねひろ）

NHO 大阪医療センター薬剤部

【背景】
HBVキャリア及び既感染者では抗がん剤投与により再活性化のリスクがあるためスクリー
ニングが推奨されている。従来、当院では薬剤師が注射抗がん剤投与時にHBV検査歴を
確認し、不備がある場合は医師に追加検査を提案していた。2022年度では薬剤師による
HBV検査の提案後、測定されたのは68％であった。
また当院では2年ごとに再スクリーニングを推奨しているが、その患者を抽出するツールが
なく十分なモニタリングができていなかった。2023年12月、HBV検査歴を電子カルテよ
り抽出するアプリの導入と、検査漏れおよび医師の負担軽減を目的に薬剤師がHBV検査の
代行オーダを行うPBPMを開始した。今回アプリを活用したPBPMの有用性について検討
を行った。

【方法】
2023年12月から2024年4月における注射抗がん剤が投与された患者を対象とした。
PBPMによってHBs抗原、HBs抗体、HBc抗体、HBV-DNAの測定を行った測定件数につ
いて電子カルテを用いて後方視的に調査を行った。

【結果】
調査期間内にアプリで抽出された対象測定件数339件のうちPBPMよりスクリーニングを
行った測定件数は339件であった。2023年12月は検査数が179件で最も多く、その後月
平均20件まで減少した。

【考察】
アプリとPBPMを組み合わせることでHBVスクリーニングが100％実施可能となった。12
月の検査数が多かった理由として、2年ごとの再スクリーニング漏れと定期的なHBV-DNA
の測定漏れがアプリにより抽出可能となった影響と考えられた。
以上より、アプリを活用した薬剤師主導のHBVスクリーニングは医療安全の向上と医師の
負担軽減だけでなく、より効率的なスクリーニングが可能となったと考えられる。

P1-12-4
B型肝炎再活性化対策における医師へのアンケート調査
梅本∙啓史（うめもと∙ひろふみ）1、大重∙彰彦（おおしげ∙あきひこ）2、谷口∙潤（たにぐち∙じゅん）1

1NHO 指宿医療センター薬剤科、2NHO 指宿医療センター肝臓内科

【目的】免疫抑制・化学療法などによるhepatitis B virus（以下、HBV）再活性化は発症予防
が重要である。指宿医療センター（以下、当院）ではHBV関連の検査実施率向上に努めてい
たが、未実施が一部認められていた。また、これまで医師の予防対策の現状調査した報告
はなく、医師視点での対策方法が不十分であった。そこで、医師に「HBV再活性化対策の意
識調査」と題しアンケート調査し、現状の把握及び問題点の抽出を行い、予防対策ついて検
討したので報告する。【方法】調査期間は2023年3月から同年10月とした。当院所属の医
師を対象とし、小児科医師を除外した。アンケート内容として、まずHBV再活性化対策に
関する理解状況を調査した。次に再活性化リスク薬剤を処方すると回答をした医師に対策
の実施状況を調査した。最後に、対策を実施している理由又は実施していない理由を調査
した。【結果】対象は21名で、回収率は100％であった。対策の必要性、具体的な予防対策
方法について、「理解している」、「やや理解している」の合計がそれぞれ18名と15名であっ
た。次に、対象薬剤を処方する医師18名中、HBV再活性化対策の実施において、「実施し
ている」と回答した理由については「必要性を理解している」が最も多く、次いで「処方時に
アラートが出る」、「他の部門より推奨、提案されている」であった。「実施していない」と回
答した理由は、「検査入力を忘れてしまう」が最も多かった。【考察】今回の調査結果より、
実施率向上及び未実施防止を図るためには、対策の必要性の理解を得ると同時に、システ
ム的なサポート、及び薬剤師など他部門によるサポートの重要性が示唆された。
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P1-13-3
パーキンソン病の姿勢改善に向けた視覚的フィードバック強化の検討
吉坂∙凜（よしさか∙りん）1、清水∙克己（しみず∙かつみ）1、平岡∙尚敬（ひらおか∙なおたか）1、田原∙将行（たはら∙まさゆき）1,2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科、2NHO 宇多野病院脳神経内科

【はじめに】
パーキンソン病の姿勢障害や腰曲がりに対し介入する経験は多く，一般的には鏡を用いた
練習や徒手的運動療法を用いることで，姿勢やバランス能力の改善が認められている．
しかし，鏡や口頭指示で行う方法ではフィードバックが十分に伝わらないと感じる場面が
多い．
そこで今回，撮影した矢状面の写真から第一胸椎棘突起と第一腰椎棘突起を結ぶ線と床か
らの垂直軸線の角度を算出し，初期評価と現在の立位姿勢を比較して提示することで，視
覚的フィードバックの強化を行い，立位姿勢の改善を得たので報告する．

【症例提示】
経過14年の60代女性のパーキンソン病患者でHoehn＆Yahr：3．X年4月リハビリテー
ションと薬剤調整目的で入院し既往歴にL2のすべり症がある．頸部，左上肢に固縮あり．
立位姿勢では体幹左側屈右回旋位でTh10 ～ L4間にNRS：7の疼痛を訴えた。立位姿勢評
価は前屈角度17°であった．

【介入内容】
関節可動域練習や歩行練習など一般的な介入を行い，加えて初期評価の立位姿勢と現在の
立位姿勢を示した写真と角度を用いて，フィードバックを行いながら姿勢保持練習を行っ
た．

【結果】
腰痛がNRS：2に軽減した．姿勢評価では前屈角度11°となった．

【考察】
写真を用いた姿勢評価を行うことで患者へのフィードバックや姿勢保持練習が容易に実施
できたが，三次元の評価は困難であった．
フィードバックの多くは鏡や口頭指示で行う方法であるが，写真と角度を用いる事でより
強いフィードバックが可能となった．加えて、患者自身も改善を自覚できたことで報酬効
果の強化も期待できた．

【結論】
フィードバック強化の一つとして，有効な可能性がある．

P1-13-2
皮質下出血後、既往のパーキンソン病と変形性膝関節症により治療に難渋
した一例
耳塚∙栞菜（みみづか∙かんな）1、下川原∙立雄（しもかわら∙たつお）2、大西∙幸代（おおにし∙さちよ）1、
西岡∙幸弥（にしおか∙ゆきや）1

1NHO 奈良医療センターリハビリテーション科、2NHO 奈良医療センター脳神経外科

【はじめに】皮質下出血の患者を治療するにあたり，既往疾患のため基本動作の獲得に難渋
したが，既往疾患に対しても治療を行うことで基本的動作能力の向上に至ったので報告す
る．【症例と介入】本症例は右皮質下出血を呈し，開頭血腫除去術を施術した80歳代の女性
である．左上下肢に麻痺があり，注意障害・身体失認が著明である．加えて,パーキンソン
病（以下 PD）による全身のジスキネジア，右の変形性膝関節症（以下 膝OA）による関節可
動域制限が認められた．基本動作として起居動作は軽介助，端座位保持・起立動作は中等
度介助，移乗動作は重度介助，歩行は困難な状態であった．初期の治療では，神経筋再教
育，基本動作練習を行ったが運動機能の改善は認められなかった．そのためジスキネジア
に対し，座位保持練習にて姿勢保持筋の筋緊張コントロールを促し，右膝OAに対して，膝
周囲筋のストレッチングと筋力増強運動を実施した．右下肢の支持性が向上した段階で左
下肢に装具を装着し，歩行練習を実施した．【結果】約2か月の介入にて麻痺や失認は評価
上変化ないが，基本動作上で改善を認め，右膝関節伸展の関節可動域，右下肢の支持性の
向上，座位バランスの向上を認めた．基本動作は，起居動作・端座位保持・起立動作は見
守り，歩行は平行棒片手把持下にて軽介助，移乗動作のみ中等度介助となった．【考察とま
とめ】今回，皮質下出血による麻痺症状のみに治療するのではなく，既往疾患に対して，並
行して治療を行ったことにより，基本動作能力の向上に至ったと考える．本症例を通じて，
現疾患だけでなく多角的視点を持つことが大切だと学んだため，今後の診療に活かしてい
きたい．

P1-13-1
パーキンソン病のDBS手術前後におけるリハビリテーション科での評価に
ついて～各療法士別評価表作成への取り組み～
中井∙智仁（なかい∙ともひと）1、大西∙幸代（おおにし∙さちよ）1、西岡∙幸弥（にしおか∙ゆきや）1、中元∙志織（なかもと∙しおり）1、
瀬尾∙八栄美（せお∙やえみ）1、坂東∙和晃（ばんどう∙かずあき）1、下川原∙立雄（しもがわら∙たつお）2

1NHO 奈良医療センターリハビリテーション科、2NHO 奈良医療センター脳神経外科

【はじめに】当院ではパーキンソン病に対して、脳深部刺激療法（以下DBS）手術を年間20
～ 30件実施している。リハビリテーション科では理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
心理療法士が医師の指示のもと、各療法士の観点からDBS手術前後評価をおこなっている。
しかし評価方法が統一されておらず評価のばらつきが懸念された。そのためリハビリテー
ション科でワーキンググループを立ち上げ、評価方法の統一に取り組んだため報告する。【目
的】パーキンソン病に対するDBS手術前後の評価を統一することで評価の信頼性・妥当性
を高め、DBS手術の効果判定に不要な評価や職種間で重複していた評価を除外することで
患者とスタッフの負担軽減を図る。【方法】令和5年10月にワーキンググループを立ち上げ、
次の順序で職種別評価表を作成した。1.DBS手術によって変化する可能性のある症状を上
げる。2.既存のパーキンソン病評価バッテリであるUPDRSから該当する症状のみ抽出し、
各職種で評価領域を分担する。3.職種別でまとめた症状別の評価を実施する時期、環境設
定など細かい条件を設定する。【結果】作成した評価表を使用した各療法士にアンケートを
取った結果、評価項目・時期を統一化したことでだれが使用しても同じように評価を行え
る等の意見があった。また評価表を使用した場合でも評価者に負担にならない計測時間で
あること、評価結果からDBS調整時の評価判定にも活用でき普段の業務効率の改善にもつ
ながる等前向きな意見もあった。【考察】今回の評価表を用いることで評価の信頼性・妥当
性が高まった。また今後の診療においても活用でき業務効率の改善にもつながると考える。

P1-12-8
不眠時指示推奨プロトコル運用と効果検証
近藤∙恵尚（こんどう∙けいな）1、稲垣∙雄一（いながき∙ゆういち）1、座光寺∙伸幸（ざこうじ∙のぶゆき）1、伊東∙幸子（いとう∙ゆきこ）2、
山内∙典子（やまうち∙のりこ）2、黒田∙勝宏（くろだ∙かつひろ）3、竹内∙正紀（たけうち∙まさき）1

1NHO 静岡医療センター薬剤部、2NHO 静岡医療センター看護部、 
3NHO 静岡医療センター脳神経外科

【背景、目的】当院では、患者の不眠・不穏時の対応として医師による包括指示が行われて
いるが、指示薬剤の統一はされていなかった。そこで、認知症・せん妄対策チーム（以下、
DCT）にて、転倒・転落やせん妄対策を目的とした院内推奨不眠時指示プロトコルを作成し、
指示薬としてベンゾジアゼピン系薬剤（BZ系薬剤）以外のオレキシン受容体作動薬のレンボ
レキサントと非BZ系薬剤のエスゾピクロンを推奨とした。本研究は、プロトコル実施前後
の睡眠薬使用量及び転倒転落インシデント件数の変化を比較した。

【方法】院内推奨不眠時指示プロトコルは2024年1月に運用開始されたため、調査期間を実
施前後3カ月（前：2023.10-2023.12、後：2024.1-2024.3）とした。不眠症適応のある
院内採用薬を対象とし、不眠時指示薬剤の平均使用量（錠/月）、転倒転落インシデント件数
の比較を行った。

【結果】プロトコル運用開始前後の平均使用量は、レンボレキサントは約2.9倍に増加した（実
施前10.5±9.2、実施後30.2±8.9）。エスゾピクロン及びBZ系薬剤の平均使用量に大き
な変化は見られなかった（p=0.87及びp=0.80）。睡眠薬服用患者の転倒転落インシデント
総件数は実施前18件、実施後20件であった。

【考察】転倒転落・せん妄リスクが比較的少ないとされるレンボレキサントの使用量の増加
から、DCTによるプロトコル実施は不眠時指示薬剤の適正化に効果的な取り組みと考えら
れた。BZ系薬剤が大きく減少しなかった要因として、レンボレキサント効果が不十分な患
者が一定数存在する可能性が考えられた。転倒転落インシデント件数に変化はなかったが、
今後の長期的な取り組みによる再評価が必要であると考えられる。
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P1-13-7
気管切開下陽圧人工呼吸装着下で、装着型サイボーグHybrid Assistive 
Limbを使用し歩行治療を実施したAChR陽性のALSの1例
秋山∙新（あきやま∙しん）1、會田∙隆志（あいた∙たかし）2、鈴木∙一恵（すずき∙かずえ）1、山中∙貴雄（やまなか∙たかお）1、
山崎∙健太郎（やまざき∙けんたろう）1、石井∙亜妃子（いしい∙あきこ）2、稲沼∙あや（いなぬま∙あや）3、馬目∙明子（まのめ∙あきこ）3、
小野∙加寿子（おの∙かずこ）3、柏木∙桃佳（かしわぎ∙ももか）3、森∙正弘（もり∙まさひろ）4、滝野∙雅文（たきの∙まさふみ）1,5、
小中∙知紗（こなか∙ちさ）1,6

1NHO いわき病院リハビリテーション科、2NHO いわき病院脳神経内科、3NHO いわき病院看護部、 
4NHO いわき病院医療安全管理、5NHO 山形病院リハビリテーション科、 
6NHO 函館病院リハビリテーション科

【はじめに】筋萎縮性側索硬化症（ALS）は、球麻痺や呼吸不全を引き起こす進行性の神経変
性疾患である。一方、重症筋無力症（MG）は、神経筋接合部の異常により球麻痺や呼吸不
全を引き起こす疾患であり、アセチルコリン受容体（AChR）抗体が特徴的である。ALSと
MGの合併例は稀であるが、今回、AChR抗体陽性のALS患者に対して、Hybrid Assistive 
Limb（HAL）を用いた歩行治療を実施したため報告する。【対象】AChR抗体陽性の球麻痺型
ALSの70代男性。発症から1年11 ヵ月後に気管切開を施行、気管切開下陽圧換気（TPPV）
となった。その1か月後にHAL歩行治療を開始。開始時のMG-ADLスコアは8-9点、構音
障害や嚥下障害以外には目立った症状はなく、眼瞼下垂も見られなかった。ALSFRS-Rは
12/48点、筋力は徒手筋力テスト（MMT）で上下肢が3 ～ 5、頸部体幹が2であった。唾
液量が多く、口腔内持続吸引を行っていた。【方法】HAL歩行治療は1クール（計9回）、1
回20 ～ 30分程度、週3回の頻度で実施。転倒保護のため、免荷機能付歩行器オールイン
ワンを使用した。首下がりによる顎と気管切開部の人工呼吸器接続部との接触を防ぐため、
マスターヘッドカラーを使用した。唾液量が多く、歩行中も吸引器による持続吸引を継続し、
呼吸器のバッテリー駆動や配線管理（蛇管、ポータブル吸引器など）をした。1クール実施
前後に2分間歩行距離を測定した。【結果】大きな有害事象なく1クールを実施できた。2分
間歩行距離は実施前54.8m、実施後58.3mであり、改善が見られた。【結語】TPPV装着下
でのHAL歩行治療は、環境設定を工夫すれば実施可能であることが示された。ALSとMG
の合併は稀であるが、HALによる歩行機能改善の可能性が示唆された。

P1-13-6
パーキンソン病関連疾患に対するHAL®腰タイプ自立支援用を用いた訓練
効果
西川∙準（にしかわ∙じゅん）1、山口∙恭介（やまぐち∙きょうすけ）1、森岡∙真一（もりおか∙しんいち）1、青砥∙達朗（あおと∙たつろう）1、
石田∙広輝（いしだ∙ひろき）1、古和∙久典（こわ∙ひさのり）2

1NHO 松江医療センターリハビリテーション科、2NHO 松江医療センター脳神経内科

【はじめに】ロボットスーツHAL®を用いた報告は近年増えてきている。パーキンソン病関
連疾患に対してもHAL®腰タイプ（以下、腰HAL）を使用した報告が散見されている。当院
でも2022年10月より腰HALを用いたリハビリテーション（以下、リハ）を実施し、歩行能
力やADLの効果を調査した。

【対象】当院に2023年5月～ 2024年3月までにリハ目的に入院し、腰HALを用いた起立
練習や歩行練習などを行ったパーキンソン病（以下、PD）および進行性核上性麻痺（以下、
PSP）患者13名（PD：4名、PSP：9名）を対象とした。

【方法】腰HALを装着し起立練習を10回×3セット（1セッション）を5セッション/週実施
した。入院時と退院時に10m歩行速度やTUG、BBSを測定した。ADLはFIMの運動項目
をADLと移動に分け認知項目を評価した。入退院時での値について、対応のあるt検定と
Wilcoxonの符号付き順位検定を行った。

【結果】TUGは20.4±10.2→18.5±10.5秒（p＜0.05）、BBSは31.7±16.4→39.9±
14.8点、FIM総合点は102.3±13.4→110.3±11.7点（内ADL：48.2±5.5→50.6±5.7
点、移動：23.5±5.0→28.7±4.4点）で有意差を認めた（p＜0.01）。歩行速度（0.76±0.2 
→0.84±0.2m/秒）と、FIM認知項目（30.6±5.3→31.0±5.0点）は有意差を認めなかっ
た。

【考察】パーキンソン病関連疾患に対する腰HALを用いたリハはバランス能力や歩行能力、
ADLを有意に改善する。

P1-13-5
パーキンソン病に対する重心動揺計を用いた立位姿勢の評価～単純課題と
二重課題における姿勢保持戦略の違い～
篠原∙竜太（しのはら∙りゅうた）1、乃村∙道大（のむら∙みちひろ）1、武田∙正和（たけだ∙まさかず）1

1NHO 徳島病院リハビリテーション科、2NHO 徳島病院リハビリテーション科

【背景】パーキンソン病（以下、PD）において多重課題がパフォーマンスに与える影響を述べ
た先行研究は散見される。しかし、臨床場面で使用されている評価方法は少なく、転倒リ
スクが高くなる重症度が中等症以上のPD患者への適応が難しかった。日常生活は多重課題
の連続であり、その姿勢保持戦略を把握することはリハプログラムの立案に重要と考えら
れる。【目的】重症度が中等度以上PD患者の多重課題遂行中の姿勢保持戦略を把握し、リハ
プログラム立案の一助とする。【対象】令和5年10月から令和6年5月の間にとくしま医療
センター西病院のパーキンソン病短期集中入院を利用した者。なかでも1.Hoehn＆Yahr
の分類3 ～ 4、2.subtypeはPIGD type、3.MMSEにおいて計算課題でエラーがないもの。
1 ～ 3の条件を全て満たすもの全例（n=21）を対象とした。【方法】対象者に対し重心動揺
計の上で30秒間の静止立位保持課題と前述の課題に計算課題を付与した二重課題を同一患
者に行った。双方の重心データ（COP軌跡長、外周面積、RMS面積）の変化量、認知課題
の正誤数を算出し、健常者群と比較した。【結果】健常者群と比較しPD群では多重課題遂行
時の重心データの変化量が大きい傾向にあった。検査実施率は短期集中入院対象者全体を
通して94％であり、検査中の有害事象はなかった。【考察】この評価は重症度が中等症以上
の患者に対しても適応があり、安全に検査が行えた点が最大の利点と考える。疾患特性上、
一貫した結果はえられないが、多重課題でのPD個々の姿勢保持戦略を把握する一因となり、
リハプログラム立案の一助となりえると考える。

P1-13-4
すくみ足の改善により歩行時の不安感が軽減したパーキンソン病の一症例
‐ トイレまでの歩行に着目して ‐

村中∙絢音（むらなか∙あやね）、大山∙友希（おおやま∙ゆうき）、相本∙晃一（あいもと∙こういち）

NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科

【はじめに】今回、パーキンソン病（以下PD）を発症し、自宅内のトイレ移動ですくみ足に
よる転倒の繰り返しにより、歩行不安感を生じている症例を担当した。すくみ足の改善に
対するアプローチにより歩行不安感が軽減し、安定したトイレ移動が獲得出来たため報告
する。【症例紹介】80歳代女性。X年に両上肢の振戦によってPD発症（Hoehn＆Yahr 3）。
既往症にうつ病、両人工膝関節置換術後あり。X＋4年4月にPD短期集中リハビリ目的に
入院。その後、転倒回数が増加したため同年10月に2回目のPD短期集中リハビリ入院と
なった。【経過】本症例は入院時より姿勢反射障害や歩行時すくみ足がみられ、初回評価で
はパーキンソン病評価スケール（MDS-UPDRS part3）:62/132点、すくみ足質問紙票:14
点、Berg Balance Scale（BBS）:43/56点であった。理学療法ではステップ訓練や内的
キューを使用した歩行訓練等を実施してきたが、動作困難な際には抑うつ傾向となり運動
拒否もみられていた。そのため時々に応じた声掛けや運動の難易度を段階的に上げ成功体
験を積み重ねていった。最終評価ではMDS-UPDRS part3:37点、すくみ足質問紙票:12点、
BBS:54/56点であり、入院中は転倒することなく安定したトイレ移動を獲得することがで
き自宅退院の運びとなった。【考察】本症例は、入院時より抑うつ傾向や歩行不安感がみら
れていたが、短期間の入院で心理的フォローとすくみ足に対する集中したアプローチによ
り、歩行不安感の軽減につなげることができた。特に、自宅内の狭小化した環境を再現し
て運動を継続したことで退院後のイメージにつながり、心理的な安心感やスムーズなトイ
レ移動につなげることができたのではないかと考える。
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P1-14-3
がんの治療と就労の両立支援のための体制整備に向けた取り組み
川口∙美度理（かわぐち∙みどり）

NHO 大阪南医療センター医療福祉相談室

【目的】
高齢化による定年延長や医療の進歩から、がん治療を受けている労働者人口は増加してい
る。令和元年国民生活基礎調査では、仕事をしながら通院するがん患者は38.3万人と示さ
れており、患者が治療を続けながら安定した生活を送るために、療養と就労の両立支援が
求められている。今回、医療機関が両立支援において重要な役割を担うことを踏まえ、多
職種で協働し自施設での両立支援の体制整備に取り組んだ内容について報告する。

【実践報告】
MSW、医師、看護師にて両立支援のエキスパート養成研修へ参加した。研修では、基礎知
識の習得に加え、自施設における両立支援を実践するためのアクションプランを策定した。
グループワークでは、講師や多職種、他施設の意見を取り入れ、自施設の強みを活かすこ
とや既存の仕組みを活用することを重視した。研修後、策定した計画をもとに、両立支援
の院内フローの見直し、当院SNSを活用した広報の充実、ハローワークの出張相談の周知、
苦痛のスクリーニングの修正、多職種向け院内勉強会の実施などに取り組んだ。

【考察】
本実践では、既存の仕組みを活用することで、自施設の両立支援の体制整備における具体
的かつ実行可能なアクションプランを作成することができた。また、多職種にて協働する
ことで、多角的な視点から現場の声を取り入れ、自施設の特性を活かした体制整備を実現
できた。

【今後の課題】
今後は、本実践を踏まえ、対象患者の適切な拾い上げに多職種で取り組むため、院内での
広報活動を継続することに加え、「療養就労両立支援指導料」の算定の仕組みを活用した効
果的な支援のあり方についても検討を行う。

P1-14-2
認知症疾患医療センターに患者家族から寄せられた相談内容の現状と今後
の課題
小灘∙登志子（こなだ∙としこ）、野崎∙和美（のざき∙かずみ）、雑賀∙玲子（さいか∙れいこ）、高野∙晴成（たかの∙はるまさ）、
長田∙高志（おさだ∙たかし）、勝元∙敦子（かつもと∙あつこ）、稲川∙拓磨（いながわ∙たくま）、澤∙恭弘（さわ∙やすひろ）、
塚本∙忠（つかもと∙ただし）、大町∙佳永（おおまち∙よしえ）

国立精神・神経医療研究センター認知症疾患医療センター

【目的】当院の認知症疾患医療センターにおける相談内容を分析し、認知症患者とその家族
のニーズや問題を把握し今後の支援に貢献する。

【方法】2023年9月から2024年3月までの期間に当認知症疾患医療センターで、相談員が
受けた462件の電話相談と面接相談の相談内容を23項目に分類し統計処理した。

【結果】面接相談192件（42％）、電話相談260件（56％）であった。家族が相談者だった場
合の、相談者と患者本人との続柄は、娘109人（34％）、妻84人（26％）、夫52人（16％）、
息子37人（11％）の順であった。相談者の性別内訳は、男性96人（32％）、女性205人（68％）
であった。面接相談の相談内容の内訳は「心理的サポート121件（27％）」、「介護保険につ
いて58件（13％）」、「ケアの方法57件（13％）」であった。一方、電話相談では「受診相談
146件（34％）」、「受診予約47件（11％）」、「診察内容38件（9％）」の順であった。相談者
の性別で面接相談の内容を比較したが、大きな差はなかった。

【考察】面接相談では受診後に相談室に立ち寄るケースが多いことから、受診や診察に関す
る相談は少なかったと思われる。一方、相談の内容では、「心理的サポート」が多く、家族
の介護に伴うストレスや負担が大きいことが伺える。続いて「介護保険について」の相談が
多かった。患者の中には早急に介護保険サービスの導入が必要な方も多く、介護保険制度
を知らない、または正しく理解していない患者や家族が多くいることが示唆された。今後、
これらの点に十分配慮し、介護者の認知症への知識を深めてもらえるよう支援するととも
に、介護保険制度を理解してもらえるようサポート体制の構築が求められる。

P1-14-1
アピアランスケアに関する意識調査
金澤∙友紀（かなざわ∙ゆき）1、木川∙幸一（きがわ∙こういち）1、藤本∙勝也（ふじもと∙かつや）2、大泉∙聡史（おおいずみ∙さとし）2

1NHO 北海道がんセンター患者総合支援センター、2NHO 北海道がんセンター副院長

【目的】北海道がんセンターでは、平成28年3月よりアピアランスケア支援について取り組
んでおり、外見の変化に悩まれている患者へのQOL向上を目的に、アピアランスケア支援
に対する満足度が高い人の特徴を明らかにすることを目的とした。【対象と方法】令和4年
10月から令和5年6月までの間にAセンターにおいてアピアランスケア支援を希望された
がん患者のうち調査に同意を得た10名を対象とし、自記式質問紙票を用いた調査を実施し
た。調査項目として、基本属性、就労状況、心理的・身体的辛さ、満足度と生活満足度に
関する9項目とした。調査実施にあたり、北海道がんセンター倫理審査委員会の承認を受け
た。【結果】年齢は平均52.7歳、標準偏差7.8歳。がんに罹患した際に辛かったことは、「脱
毛」（40％）、「精神的な不安」（30％）、「手術による切除」（20％）となり、外見の変化が、「経
済的な負担」や「体の痛み」よりも高い結果であった。治療と仕事を両立するうえでの苦労は、

「脱毛など外見の変化へのケア」（75％）、「治療の副作用で業務に支障をきたした」（75％）
であった。外見の変化へのケアは、「ウィッグの着用」（100％）、「医療用帽子の着用」（80％）
であった。【考察】アピアランスケア支援を受けたがん患者は、がんに罹患した際に辛かっ
たことは、精神面な部分だけでなく、外見の変化や経済面でも、がん治療による負担が大
きいことがわかった。がん治療に伴う外見の変化に対する情報提供やアドバイスを、患者
に必要なタイミングで行うことは治療の継続へのモチベーションを高めたり、社会復帰を
促進したりと大きな影響を与え、QOLの向上につながると考える。

P1-13-8
進行性神経筋疾患におけるHALトレーニングの長期効果と介入時期による
検討
福滿∙俊和（ふくみつ∙としかず）1、西濱∙佑斗（にしはま∙ゆうと）1、速水∙慶太（はやみ∙けいた）1、橋口∙祐輔（はしぐち∙ゆうすけ）2、
松本∙涼太（まつもと∙りょうた）3、渡嘉敷∙崇（とかしき∙たかし）4

1NHO 沖縄病院リハビリテーション科、2NHO 鹿児島医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 長崎病院リハビリテーション科、4NHO 沖縄病院脳神経内科

【はじめに】進行性神経筋疾患患者に対するHALトレーニング効果は, 短期・長期的視点で
いくつか報告されている．長期的効果を高めるために, 安定した運用方法が重要であるが
クール間の介入時期別に検討した報告は少ない．今回, 約6か月毎・1年毎に3クール実施
した対象者の長期的効果を比較し報告する．【方法】対象者は令和3年～ 6年において適応
疾患にHALトレーニング（1クール60分×9セッション, 入院期間約3-4週間）が実施され
た16名．適格基準は歩行補助具または独歩で10m以上歩行可能とした．A Group 12名（6
か月±1か月毎に実施した群）およびB Group 4名（1年±1か月毎に実施した群）の比較を
行った．効果判定は歩行能力（速度・stride・cadence）, 2MWTとした．【結果】A Group
はクール前後に改善傾向を示し, 歩行能力および運動耐容能いずれも3クール間機能維持し
た．一方, B GroupはHALトレーニング前後においても有意な機能改善が見られず, 3クー
ル後は機能低下を示した．【考察】A Groupにおいて, 短期効果としてはNCY-3001 クロス
オーバー試験のCybernic治療と同様, 運動耐容能の改善を認めた．また, 先行研究のALS
を対象とした半年毎の3クールの長期効果と同様の機能維持または改善の傾向を示し, 6か
月といったクール間の時期は一つの目安になると考える．1年毎に実施された4例では短期・
長期いずれも低下傾向にあり, 原疾患の進行が基礎となりこのクール間の活動性やADL状
況, 他の治療の併用など様々な要因・影響が考えられた．中長期運用を考慮する上で, クー
ル間の期間をどのように扱うことが望ましいか, 引き続き追加の臨床指標を含め今後包括的
に検証する必要がある．
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P1-14-7
急性期病院で職歴のない中途入職のソーシャルワーカー（SW）が職場適応
しやすい環境についての一考察
相島∙桃子（あいしま∙ももこ）、近藤∙ゆり子（こんどう∙ゆりこ）、向山∙温子（むこうやま∙あつこ）、丸山∙佳（まるやま∙けい）、
伊東∙みなみ（いとう∙みなみ）、中山∙照雄（なかやま∙てるお）、菊池∙嘉（きくち∙よしみ）

国立国際医療研究センター病院患者サポートセンター

【目的】当院ではSW14名中5名の急性期病院で職歴がない中途入職者が活躍している。今
後も中途入職者を受け入れるにあたり、職場に適応し続けられる背景を明らかにし、急性
期病院のSWとして成長できる環境を構築するための一助とする。【方法】当院の中途入職
者2名（入職2年目と6年目）に『上司や部署環境について感じた困難感と働き続けてこら
れた理由として考えられること』『多様で標準化困難な業務について働き続けてこられた理
由』をテーマにしてグループで話し合ってもらった。録音データから逐語録を作成し、内容
を切片化してコード化した。更に類似したコードにサブカテゴリーとカテゴリーを生成し
結果図を作成した。【結果】『多様で標準化困難なため仕事を覚えるのに時間かかる』といっ
た現場に入り『これまでの職歴で培った能力では通用しない』『専門的な知識や技術が十分
にないため一人で対応ができない』という現実に直面し、そして中途入職者特有の『周囲の
期待と自分の実力に解離があることが苦痛』といった困難感を感じていた。それらを乗り越
えられた理由には『個別スーパービジョンが受けられる』『周囲に相談がしやすい雰囲気』と
いった環境と『専門職として成長したいという意欲がある』『公私を分けて考えられる』とい
う個の要素があった。【結論】中途入職者には特有の困難感があるなかで、良好なコミュニ
ケーションが取れる職場環境はもちろんSWとしての成長への高い意欲と社会人として備
わった基礎的な能力が強みになることが分かった。中途入職者が能力を発揮し成長するた
めに、職場内で協働の機会を設け、意図的にコミュニケーションの機会を増やすことも重
要であると考えた。

P1-14-6
末期がん患者の退院支援の一事例　～本人の希望を叶えたい家族への精神
的支援～
中村∙恵（なかむら∙めぐみ）

NHO 盛岡医療センター地域医療連携室

【はじめに】がん患者の家族は「第二の患者」とも言われ、患者と同様に心のケアを必要とし
ている。介護そのものの負担に加え、介護に関する様々な手続きや経済的な問題、患者の
病状進行に対する不安など、多様なストレスを抱えていると考えられる。今回は、末期が
ん患者の退院支援とともに家族の精神的支援も行った一事例について報告したい。

【事例】本事例（81歳女性）は、他医療機関で胃がん、肺・傍大動脈リンパ節転移と診断を受
けBSCの方針となったため、当院へ紹介となる。外来通院時より、同居家族（長女）から病
状についての不安が聞かれており思いを傾聴しながら経過観察としていた。某日、発熱と
食欲不振の訴えあり症状緩和の目的で入院となる。本人は自身の病状について理解し、冷
静に受け止めていたため早期退院を希望していたが、長女は本人の希望を叶えたい気持ち
がある一方で病状変化への対応や相談相手がいないことに強い不安感がある様子であった。
主治医やMSWと繰り返し面談を行い、長女の思いに寄り添ったことで徐々に不安感が軽
減され、自宅退院を決意。介護サービス等の環境調整を行い退院となる。

【まとめ】外来通院中の関わりを引継ぎ、入院後の治療や退院支援へ結び付けられたことで、
患者・家族が安心できる療養環境作りの一助を担うことができた。また、患者への意思決
定支援を行う過程において、患者本人だけではなく患者を支える家族にも気持ちの揺らぎ
が出ることがあるため、気持ちに寄り添った丁寧な関わりや患者・家族の特性を捉えた事
業所選定が求められることを改めて実感した一例であった。

P1-14-5
医療的ケアがある子どもの県外転居を支援した事例の報告
瀬尾∙美咲（せお∙みさき）1、中本∙富美（なかもと∙ふみ）2、川邉∙祐樹（かわべ∙ゆうき）1、桑原∙啓吏（くわばら∙ひろし）1

1NHO 医王病院療育指導室、2NHO 医王病院地域医療連携室

【はじめに】医王病院の相談支援事業所は開設6年になるが、いしかわ医療的ケア児支援セ
ンターより初めて、在宅の医療的ケア児の支援依頼を受けた。本児は半年後に九州（以下A
市）への転居を予定しており、A市での支援継続が課題であった。その準備を多機関で連携
して行ったことの重要性について考察する。

【事例紹介】先天性の心疾患がある1歳男児。必要な医療的ケアは気管切開、人工呼吸器、
吸引、胃瘻、酸素。訪問看護とリハビリを利用。

【方法】令和4年4月から12月の支援を後方視的に概観する。
【経過】母との面接より、転居に伴う課題として（1）本児の成長がみられた児童発達支援（以
下児発）をA市でも継続できること（2）本児の体調への影響なく安心して長距離移動できる
ことが挙がった。（1）に対しては、A市の基幹相談支援センターに相談支援事業所を紹介し
てもらい、電話で情報交換を重ねた。A市と金沢の機関とのカンファレンスはwebで行い、
転居後も金沢での生活を継続できるよう本児の成長を共有した。（2）に対しては、金沢の多
機関でカンファレンスを行い、長距離移動の問題点を検討し移動方法を具体化した。転居
当日は、特急、新幹線を乗り継ぎA市までの7時間をトラブルなく移動でき、自宅到着後す
ぐに訪問看護師のサポートを受けることができた。数日後にはA市の相談支援専門員と児
発利用に向け準備を始めることもできた。

【考察】転居先が遠方のため、子どもの利用できる障害福祉サービス等の社会資源情報を得
にくく、本児も母も見学等ができない状況だった。両県の多機関と連携し、カンファレン
スで具体的な情報共有を行ったことが、母と本児の安心と、本児への途切れない支援につ
ながったと考える。

P1-14-4
緩和ケア病棟におけるMSWとしての役割―症例を通した考察－
早矢仕∙翔太（はやし∙しょうた）1、杉山∙佳代子（すぎやま∙かよこ）1、丸野∙ゆかり（まるの∙ゆかり）1、
大西∙涼子（おおにし∙りょうこ）2

1NHO 長良医療センター地域医療連携室、2NHO 長良医療センター呼吸器内科

【はじめに】
当院 緩和ケア病棟は2023年1月に開棟した。緩和ケアへの移行は望む選択肢がないなか
での結果であることも少なくはない。その為、患者・家族が抱える問題も多岐にわたる。
病棟理念でもある「あなたらしく生きるために寄り添い支えます」の実現に向けMSWとし
て何ができるのか模索しながら支援している現状について、症例を交え報告する。

【症例】
（1）83歳 女性 甲状腺癌。初回介入時には既に認知面の低下も見られ、現状をどこまで正し
く理解できているのか曖昧さもあり、本人の意思を十分に確認することは難しかった。また、
唯一のキーパーソンであった夫も要介護状態であり、今後、多くの課題が顕在化すると思
われた為、紹介元の医療機関にも支援を依頼した。しかし、状態が悪化し、当院へ入院と
なった際、状況は変わっておらず、地域と共同し早期から意思決定を支援していくことの
大切さと難しさを感じた。入院後、支援を継続することで疎遠であった親族とも連絡が取れ、
夫や親族に見守られ当院にて亡くなった。

（2）73歳 男性 前立腺癌。妻と2人暮らしとなる自宅への退院は困難と判断され、当院へ転
院となった。転院後も本人は自宅退院を強く希望されたが、複雑な家族関係もあり支援は
難航した。本人の意向を尊重しながらも家族も納得がいく選択ができるよう、本人・家族
が心情を表出・言語化できるよう意識した。面接を繰り返し、不安な思いや揺れ動く気持
ちにも寄り添い支援することで自宅退院へと繋がった。しばらく自宅で過ごされ、その後、
当院にて亡くなった。

【おわりに】患者の個別性と意思決定を尊重し、その人らしく生きることを支える伴走者と
なれるようこれからも支援していきたい。
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P1-15-3
ハンセン病療養所で多様に機能する病棟の課題とその解決
大深∙皓生（おおふか∙こうき）1、大饗∙直樹（おおあい∙なおき）1、友田∙いさ子（ともだ∙いさこ）1、後藤∙栄里奈（ごとう∙えりな）1、
久保田∙清美（くぼた∙きよみ）1、青井∙淑恵（あおい∙よしえ）1、下里∙綾乃（しもさと∙あやの）2

1国立療養所長島愛生園看護部、2国立療養所宮古南静園看護部

【目的】A園病棟看護師が看護実践する上での課題、およびその解決策を明らかにする。【方
法】同意の得られた看護師に、半構成的面接法で個人インタビューを行い、病棟で生じてい
る問題を抽出。面接で得られたデータを逐語録に起こし、カテゴリー化し、解決策につい
てフォーカスグループディスカッションを行った。【結果】個人インタビューでは211のコー
ド、38のサブカテゴリー、14のカテゴリーから看護実践をするうえでの課題が明らかになっ
た。主なコードは『長期入院患者と治療者が混在している』と『スムーズにいかない退院支援』
であった。課題の解決策についてのフォーカスグループディスカッションにおいて、『長期
入院患者と治療者が混在している』については、「患者の思いを確認しタイムリーに、思い
を綴るノートに記載し看護計画に反映させる」「治療者へ静かな療養環境を提供する」「長
期入室者の娯楽を充実させる」、『スムーズにいかない退院支援』については、「入院時に在
宅環境の検討をするため、自宅の状況を確認する」「患者の希望・意志を明らかにし、他部
署も情報共有を図る」「退院へ向けて問題点を明らかにし改善点をみつける」などの行動計
画を立案した。【結論】1.看護実践する上での課題は、【長期入院患者と治療者が混在してい
る】と【スムーズにいかない退室支援】が明らかになった。2.多様な看護実践が求められる病
棟看護師は、病状においても生活においても先を予測したケアを提供できるよう、レベル
アップをしていく必要がある。3.他職種や看護師間でタイムリーに情報共有し、当園の入
退院支援プロセスを活用したカンファレンスをおこなうことで早期退院支援に繋がる。

P1-15-2
ハンセン病療養所の看取り期におけるAセンター看護師の経験
具志堅∙貢（ぐしけん∙みつぐ）、深松∙みどり（ふかまつ∙みどり）、宮里∙高史（みやさと∙たかふみ）、富∙さなえ（とみ∙さなえ）、
大城∙愛乃（おおしろ∙あいの）、諸喜田∙尚深（しょきた∙なおみ）

国立療養所沖縄愛楽園看護科

【はじめに】平均年齢87.8歳のAセンターにおいて、令和4年4月～ 5年5月までに8名の
入所者を看取った。看取り期における看護師の意識調査を行い、よりよい看取り期の看護
へ繋げたいと考えた。【目的】看取り期における看護師の経験を明らかにすることで、Aセ
ンターでの看取り期の看護に対する方向性を見出す。【方法】本研究に同意を得られた25名
に対し自記式質問紙調査を行い、記述統計、Fisherの正確確率検定、自由記述は質的内容
分析を実施した。B園倫理審査委員会で承認を得た。【結果】Aセンターで看取り期を経験
した件数は平均6.9件であった。B園での看護経験年数（10年以下・11年以上）と看取り期
の不安の有無についてFisherの正確確率検定を行った結果、有意差は見られなかった。自
由記述では「居室でアロマを炊き、ベッドサイドを職員で囲み笑顔で思い出話をしながら看
取った」「リビングウィルや家族との調整がしっかり出来ていた」「最期にハンセン病で苦
労の人生を歩んだ入所者へ声をかける機会があり感謝している」「コロナ禍で家族と入所者
の状況について話し合いが出来ず、困った」などの記述があった。【考察】看取り期における
家族との連携は、その人らしい最期を迎えるために重要であると考える。より良い看取り
期の看護のためには、その人を大切に思い、歩んできた歴史や人生を尊重した実践が必要
である。【結論】1．リビングウィルを充実させ、家族と情報をタイムリーに共有する。2．
看取り期でも、本人の望む居室での日常生活を提供する。3．入所者の生きてきた過程を大
切にし、入所者の思いや大切にしていることなどを、カンファレンスを通して情報共有し、
看護に繋げる。

P1-15-1
外来でのACP導入における現状
日根∙悦子（ひね∙えつこ）

NHO 奈良医療センター看護部

【はじめに】A病院外来では病棟との連携や地域医療連携の強化としてACPに取り組んでい
く必要がある。しかし、外来スタッフからは消極的な意見が聞かれた。そこで、アンケー
トを実施しACP導入について外来の現状を報告する。【目的】外来でのACP導入における
現状を明らかにし今後導入に向けた取り組みを考える【方法】対象：外来看護師8名　方法：
独自に作成したアンケートを実施　内容として、ACPの基礎知識、アプローチについて4
段階の選択肢の回答とし、ACPを導入する上での問題については自由回答とした【倫理的配
慮】本研究は施設の倫理審査委員会の承諾を得た【結果】ACPの基礎知識は、ACPの意味や
継続的記録の必要性について「知っている」は80％以上であった。ACPを行うタイミングは

「知っている・少し知っている」は約50％であった。アプローチについては全員「知っている」
と回答した。導入する上での問題として、時間や場所が取れない、信頼関係が築けていない、
診療中にタイミングを図るのが困難等の意見があった。問題の解決策としては、定期的な
カンファレンスの実施、患者に意図的に関わる時間と場所の確保、多職種との連携等の意
見があった。【考察】ACPの知識や必要性はスタッフ全員が認識していた。外来でACPの導
入をする上で消極的な意見が聞かれたのは時間的な問題、ハード面の問題等が挙げられて
おり、ACPの必要性は認識していても導入できないジレンマがあるのかもしれない。今後
意図的に患者や家族と関われる環境を整える必要があると考える。また、看護師だけでな
く多職種と連携を行い多方面から患者や家族の支援につなげることも今後の課題である。

P1-14-8
ソーシャルワーカーの業務改善を行うことの意義について
丸山∙佳（まるやま∙けい）、伊東∙みなみ（いとう∙みなみ）、中山∙照雄（なかやま∙てるお）、菊池∙嘉（きくち∙よしみ）

国立国際医療研究センター病院患者サポートセンター

【はじめに】2022年6月から、ソーシャルワーカーの業務調査を行い業務の負担軽減を目指
し課題解決に取り組んでいる。まず最初に、業務内容とその業務に費やした時間を調査し
現状を明らかにした。その結果から部署として解決すべき課題を4つ挙げ、課題の現状を分
析し、改善策を検討・実行した。4つの課題は「1.部署内のミーティングや打ち合わせが時
間外になることが多い」「2.退院支援カンファレンスの準備に時間を要する」「3.記録記載」

「4.ケースミーティングの時間が長い」である。【目的】業務の課題解決を部署として取り組
むことの意義を検証し、今後の業務改善の取り組みに生かしていく。【方法】ソーシャルワー
カー 11名に対し、取り組みの意義を問う設問9問への5段階評価（0.思わない－4.思う）
と自由記述（理由）によるアンケート調査を行った。【結果】今回の調査では、11名全てから
回答を得た。課題1，3，4は「思う」が最も多かった。課題2はほかの課題よりも評価が下
がり、記述では業務時間内に行う事務作業の時間確保が必要であるといったことが挙げら
れた。この取り組みを部署全体で行ったことへの意義は「思う」が9名、「やや思う」が2名
であった。【考察】業務のシステム化と個人の意識変革で、業務改善の効果を感じやすい課
題に対しては取り組む意義を見出しやすかった。これまでの習慣の見直しや部署での取り
組みにより、相互扶助、他者への配慮、コミュニケーションの促進に繋がったと考えられる。
新たな課題も生まれ必ずしも負担軽減に繋がったとは言い切れないが、業務の効率化と質
の向上・担保のバランスを考えながら取り組みを続けていきたい。
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P1-15-7
神経・筋疾患病棟におけるICT支援の多職種連携の取り組み～アクセシビ
リティ機能の理解～
村山∙孔野（むらやま∙よしの）1、守山∙公基（もりやま∙こうき）2

1NHO 南九州病院リハビリテーション科、2NHO 菊池病院療育指導室

【はじめに】当院では、スイッチ・コミュニケーション支援の業務役割分担として、基本的
に作業療法士（以下OT）はナースコールに関連する支援を行い、意思伝達装置やその他の
ICT支援においては、療育指導室が中心となって行うことが多い。今回、スイッチでiPad
操作を望む症例への介入を通して、ICT支援について多職種と情報共有や知識向上を目指し、
取り組みを行ったため報告する。

【対象および方法】DMDを呈した20代の男性に対し、PPSスイッチ、スイッチインター
フェース変わる君（以下変わる君）、iPadを使用した操作支援を行った。支援の役割分担と
して、OTがアクセシビリティ機能のスイッチコントロールでのフィッティングを行い、療
育指導員が変わる君のマクロ設定を行った。多職種で対応ができるよう、症例仕様の設定
マニュアルを作成。スイッチコントロールの基本マニュアルを作成し、作業療法部門と療
育指導室とで勉強会を実施した。

【結果】症例自身でiPad操作が可能となり、多職種で対応ができる体制構築の足がかりがで
きた。また、院内での勉強会を通し、2職種間でiPad操作の経験や、アクセシビリティ機
能の知見を得られただけでなく、他患者での適応や、導入についての相談も行うことができ、
ICT支援を必要としている患者の情報共有や、支援方法を検討する機会となった。

【まとめ】今回は、iPadについて学ぶ機会となったが、スイッチ・コミュニケーション支援
は個別性が高い。機器も多様であり、ICT技術は日々進化するため、支援を必要とする患者
へ迅速に対応していけるよう、今後も勉強会の継続や、実践を通した経験が必要である。

P1-15-6
精神障害にも対応した地域包括ケアシステム時代を見据えた精神科作業療
法～重複障害にも対応可能な多様性のある支援～
浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）1、村田∙雄一（むらた∙ゆういち）2、高島∙智昭（たかしま∙ともあき）1、和田∙舞美（わだ∙まみ）1、
亀澤∙光一（かめざわ∙こういち）1、須賀∙裕輔（すが∙ゆうすけ）1、白川∙美玖（しらかわ∙みく）1、野崎∙和美（のざき∙かずみ）3、
吉村∙直記（よしむら∙なおき）1

1国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部、 
2埼玉県立精神保健福祉センター社会復帰部、3国立精神・神経医療研究センター看護部

【はじめに】令和6年度診療報酬改定により、精神科地域包括ケア病棟入院料が新設される
など、精神疾患を有する方の地域移行に向けた支援の充実が図られている。当院において
も、退院後早期の地域定着に向け取り組んでいるが、重複障害等の問題を抱え、引きこも
りや再入院を繰り返してしまうケースも少なくない。そこで、これまでのプログラムに加え、
入院からのシームレスな支援の実現へ向け、外来の精神科作業療法（以下OT）体制を再構
築したため、その経過について報告する。【経過】一昨年度までは、睡眠障害など当院専門
疾病センターと連携した、「専門OT」を提供していたが、疾患別のため利用者が限定されて
しまい、算定数が減少していた。そこで、疾患横断的で退院直後から参加しやすく、デイ
ケアや支援機関への緩やかな移行を目的とした「移行OT」を開始した。移行OTでは、通所
訓練やセルフモニタリング能力の向上のための「個別プログラム」、行動活性化や健康への
意識付けを目的とした「からだケア」、様々な精神療法を座学や体験ワークを通して学ぶ「こ
ころケア」の3つを開設した。さらに、幅広い診療科や年齢層の患者を受け入れられるよう
軽度認知症を対象とした「MCIリハ」の提供も開始した。【結果と考察】今回の取り組み前は、
利用者が月に80件程度であったが、移行OT開始以降は、月平均150件と大幅に増加した。
また、入院中から移行OTがケアプランに組み込まれ、スムーズにデイケア利用が開始でき
る患者が増えるなどの効果も見られた。今後は評価等を行い、質の向上や更なる効果的な
支援の提供を目指していきたいと考えている。

P1-15-5
さいがた医療センターにおける児童思春期精神科臨床の取り組み～多職
種・多機関連携で資源不足をカバーする～
樋掛∙尚文（ひかけ∙なおふみ）1、堀井∙麻千子（ほりい∙まちこ）2、
阿部∙義隆（あべ∙よしたか）3、米山∙なつみ（よねやま∙なつみ）3、本間∙富美子（ほんま∙ふみこ）4、保科∙三千代（ほしな∙みちよ）4、
櫛田∙裕之（くしだ∙ひろゆき）5、手塚∙聖人（てつか∙きよと）6、山下∙健（やました∙けん）6、本村∙啓介（もとむら∙けいすけ）7、
SCAT∙メンバー（すかっと∙めんばー）1,3,4,5,6,8,9、佐久間∙寛之（さくま∙ひろし）6

1NHO さいがた医療センター心理療法室、2NHO 肥前精神医療センター心理室、 
3NHO さいがた医療センター医療相談室、4NHO さいがた医療センター看護部、 
5NHO さいがた医療センター事務部、6NHO さいがた医療センター精神科医局、 
7NHO 肥前精神医療センター臨床研究部、8NHO さいがた医療センターリハビリテーション科、 
9NHO さいがた医療センター療育指導科

1.はじめに　さいがた医療センター（以下、当院）のある上越市は、少子高齢化が全国より
約10年進んでいる。子どもへの手厚い対策が求められる一方、児童思春期精神科は地域に
明確な担い手のいない状況が長年続いている。本発表では、そのような中、2021年に開始
した児童思春期臨床の取り組みを振り返り、当院の役割や課題について考察する。2.これ
までの取り組み　当院では2021年4月に児童思春期連携チーム（SCAT）を立ち上げた。専
門医の不在や医師不足、人手不足はあったが、“断らない医療”を原則に、国立病院機構専
門医療機関からのサポート、院内のカンファレンスや連携、体制整備により、困難ケース
でも最大限の努力を重ねてきた。他方、上越市は、困難ケースを中心にした月2回の児童思
春期精神科外来を市立病院において2017年に立ち上げたが、先述した地域事情のため運用
困難に陥り、2024年5月から当院で事業を継承することになった。引継ぎにあたって上越
市と協定を交わし、支援計画の作成、ケース会議の定例化、役割の明確化といった条件の
もと、完全紹介制外来として2024年5月28日に受け入れを開始した。発表当日はこれら
の取り組みの詳細を報告する。3.まとめと今後の展望　子どもへの、専門医を前提にした
手厚い医療の提供は、医療過疎にある上越市では実現困難である。当院では専門医療機関
のサポートや院内多職種の連携など、現有戦力の中で工夫を重ね、対応可能性を模索して
きた。今後、福祉や教育、行政とともに、多機関連携の視点を加えることにより、高度に
専門的な医療を提供できなくても、子どもが安心して暮らせる地域づくりをデザインする
ことができると考えている。

P1-15-4
ハンセン病療養所の再入所者が求める生活支援
比嘉∙奈 （々ひが∙なな）、玉城∙里奈（たまき∙りな）、浅井∙健一（あさい∙けんいち）、辺野喜∙康子（べのき∙やすこ）、
上原∙智子（うえはら∙もとこ）、友利∙恵利子（ともり∙えりこ）

国立療養所沖縄愛楽園看護部

はじめに：Aセンターでは過去3年間に7名の療養所退所者が再入所した。再入所に至った
生活背景や園での生活に対する思いを聞くことで生活支援の在り方を考え、実践する一助
になると考えた。目的：再入所者が社会生活で抱えていた問題、再入所に至った理由、現
在の療養所の生活について再入所者の思いを明らかにする。方法：過去3年間にAセンター
に再入所し、協力が得られた7名にインタビューを行った。逐語録を作成、カテゴリー化し
て共通点をまとめた。本研究はB園倫理委員会で承認を得た。結果：社会生活で抱えていた
問題：ハンセン病に対する周囲の反応の恐怖。ハンセン病後遺症悪化に対する不安。癌や
脳梗塞に罹患したこと。再入所の理由：ハンセン病だったことを世間に知られないか不安
や恐怖があった。ハンセン病後遺症の処置が一人でできなくなった。高齢で介護が必要に
なった。再入所した療養所の生活：衣食住が完備され安心。畑や釣り、茶を飲みながら職
員と話しをする生活ができ幸せ。家族に会えなくて寂しい。自由に外出できないのが辛い。
今まで使っていた身の回り品が使えず寂しい。考察：再入所者は高齢となり病気や生活の
不安を抱え、ハンセン病問題に直面する中で再び療養所に入所した。医療介護の支援で安
心感が得られた一方、家族に会えない寂しさや自由に外出できない辛さを感じていた。そ
のような再入所者の生活背景や思いを知り、生活支援を考え実践していくことが大切であ
る。結論：ハンセン病の問題を今も抱えて生きる再入所者の生活背景や思いを知り、思い
に寄り添いながら生活支援を考えていくことが求められる。
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P1-16-3
A病院における転倒・転落インシデントの現状分析　～転倒転落対策マニュ
アルの改訂に向けた検証～
後藤∙奈緒美（ごとう∙なおみ）

NHO 函館病院医療安全管理室

【背景】A病院における転倒転落のインシデント報告は、毎年全報告数の25 ～ 34％を占め、
中でも骨折などの重大事象は令和5年度例年より増加している背景がある。【目的】転倒転
落重大事象の要因を分析し、転倒転落アセスメントスコアシートの活用や事故防止計画、
看護計画立案状況からマニュアルの改訂に向けた検討を行う。【方法】令和5年4月から令和
6年3月までに報告された転倒転落の重大事象事例について、アセスメントの実施状況、転
倒転落事故防止策の立案および対策実施状況から事例の分析を行った。【結果】入院時にア
セスメントスコアシートにより、全患者のリスク判定は行われている。転倒転落事故防止
計画は短期入院患者や70歳未満の患者では立案されない事例があった。また、マニュアル
上では、転倒歴のある高リスク患者や再発予防のための看護計画を立案することになって
いるが、実施率は転倒患者の25%弱であった。【考察】アセスメントスコアシートのリスク
判定は定期的に評価されているが、事故防止計画や再発防止計画の立案は全例で立案され
ていなかった。これは、現行のマニュアルでは転倒に関する計画が別々の書式で作成する
こととされ、複数の対策となり実施者が混同したためにマニュアルに準じた行動につながっ
ていないと考えられる。その他、看護師間の「言い伝え」による内容が先行し、マニュアル
を確認していないことも実施されていない要因の一つとして考えられる。【結論】転倒転落
事故防止計画と看護計画を患者の状況に応じた再発防止計画へ変更し、看護師の行動レベ
ルにまで具体化したマニュアルに改訂する必要があると示唆された。

P1-16-2
多職種で協働した転倒・転落予防の取り組み
米井∙美香（よねい∙みか）、橋田∙優子（はしだ∙ゆうこ）、伊達∙さくら（だて∙さくら）、吉浦∙円香（よしうら∙まどか）

NHO 九州がんセンター看護部

【はじめに】当院では入院時および入院1週間後や病状変化時などに転倒・転落リスクにつ
いてアセスメントを実施している。当病棟は、転倒転落は約30件／年発生している現状が
ある。そこで、看護師だけではなく、PTと協働して転倒転落の評価を行うためのウォーキ
ングカンファレンスを開始した。取り組みについて報告する。【方法】2021年度より看護師
でウォーキングカンファレンスを開始した。2023年度8月からは、多角的視点をもちアセ
スメントの質を上げるためPTと協働し、週1回のウォーキングカンファレンスの前日に術
後や転倒転落のリスクの高い患者を選定し実施した。患者も参加し、ベッド周囲の環境整備、
動線や介助方法などPTの視点を加えて行った。ウォーキングカンファレンス：患者のベッ
ドサイドで患者のADLや部屋の配置・動線を話し合う。【結果・考察】2022年度はウォーキ
ングカンファレンスを11件実施し、転倒転落は30件。2023年度は65件実施し、転倒転
落は31件であった。そのうちウォーキングカンファレンス実施後に転倒した事例が3件で
あった。術後やADLの変化が大きい患者には繰り返しウォーキングカンファレンスを実施
し評価を行い、患者とともにADLの変化に合わせた環境調整を行った。また、カンファレ
スの内容を記録し、情報共有を行いながら、継続して評価できるようになった。そのため、
術後や転倒転落のリスクの高い患者の転倒は3件に減ったと考える。ウォーキングカンファ
レンスにPTが参加したことで、看護師の視点だけではなく、PTの視点も交えることで、よ
り安全管理の視点でアセスメントができた。今後もウォーキングカンファレンスを継続し
て実施し、患者の安全に努めていきたい。

P1-16-1
ハンセン病入所者の特性に応じた転倒・転落アセスメントスコアシートの
改良
今∙寛子（こん∙ひろこ）1、鈴木∙佳奈子（すずき∙かなこ）2、竹内∙千景（たけうち∙ちかげ）1、小田桐∙惠（おだぎり∙めぐみ）1、
坂本∙浩志（さかもと∙ひろし）1

1国立療養所松丘保養園看護課、2NHO 釜石病院看護部

【目的】国立療養所松丘保養園では2012年から独自の転倒・転落アセスメントスコアシー
トを使用し転倒・転落防止に努めてきた。しかしハンセン病入所者（以下入所者）の高齢化

（当園平均年齢88.2歳）や作成年からの時間的経過により現在の入所者に即していない状況
であった。さらに「総合点数からの危険度判定のため、変化が見えない」「アセスメント項
目が多く、リスク評価の有用性が不明確である」などの課題があった。そこで入所者の特徴
を捉えたアセスメント項目を再検討し、危険度の高い入所者の抽出と変化の見えるアセス
メントスコアシートの改良を目的とした。【方法】期間：2023年4月～ 2024年6月、対象者：
全入所者42名、方法：転倒・転落アセスメントスコアシートと転倒・転落インシデント事
例を分析し、アセスメント項目を再検討した。改良したアセスメントスコアシートを使用
し評価した。【結果】分析の結果、入所者の特性を考えたアセスメントスコアシートに改良
した。改良前は総合点数で評価していたが、改良後は単独高リスク項目を設け、リスク判
定を、A・B・C（A＞B＞Cの順に高リスク）に分類し、項目数は43項目から24項目に変
更した。【考察・まとめ】ハンセン病入所者の特性を捉え、単独高リスクを11項目設けたこ
とで評価がしやすくなり、変化時にも危険度が見えやすくなったと考える。また介入の受
け入れが難しい、ナースコールを押さずに行動する等といった入所者心理を十分に理解し、
状態変化やイベントに伴う感情の変化等を適切に捉え、その都度アセスメントスコアシー
トを活用し、転倒・転落防止に努めることが重要であることが示唆された。

P1-15-8
ALS患者とのコミュニケーション向上の為の質的研究～意思疎通困難時に
看護師の抱える精神的負担の軽減に向けてのアプローチ～
石光∙渡（いしみつ∙わたる）、佐郷∙知美（さごう∙ともみ）、多谷∙真人（ただに∙まひと）、寺尾∙裕美（てらお∙ひろみ）

NHO 柳井医療センター看護部5階病棟脳神経内科

【研究目的】ALS患者に対して困難を感じていない、または、困難を乗り越えた看護師が行っ
ているコミュニケーションの体験を言語化し、精神的負担を軽減するために必要な要因を
明らかにする。【研究方法】A病棟看護師28名にアンケートを実施し、ALS患者との意思疎
通に困難を感じていない、または、困難を乗り越えた看護師5名を研究対象とした。困難を
感じた時の支援等について7つの質問を行い回答内容を分析対象データとしてカテゴリー
化をする。【倫理的配慮】対象者の本研究への参加は任意であり、不参加であっても不利益
を受けないことを記した同意書を作成し、説明し同意を得る。【結果】アンケートでは28名
全員が困難を感じたことがあると回答した。回答内容から計58のコード、26のサブカテ
ゴリー、12のカテゴリーが抽出できた。【考察】ALS患者との意思疎通は、看護師にとって
困難を感じやすいことがアンケート結果から分かった。困難を感じた時どのような支援が
あると良いかとの問いに対し、「患者さんのところに一緒に行ってくれる仲間がいる」とい
うコードから、先輩看護師からの支援はALS患者との意思疎通において最も重要な支援の
1つと考えた。複数の看護師で看護にあたることは、経験の浅い看護師にとって安心感を得
ることができる。また、「パソコン等のコミュニケーションツール」というコードから、患
者に合ったコミュニケーション方法の確立は、患者と看護師双方にとっても精神的負担の
軽減のために必要な要素と考えた。【結論】ALS患者とのコミュニケーションで精神的負担
の軽減の為には【先輩からの支援】と【コミュニケーション方法の確立】が必要である。
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P1-16-7
がん専門病院のA病棟における転倒転落予防に対する取り組み
逸見∙佐恵（へんみ∙さえ）、浅井∙法子（あさい∙のりこ）、畑川∙栞（はたがわ∙しおり）、三井∙麻美（みつい∙あさみ）、
角∙諒子（かど∙りょうこ）、笹井∙恵美子（ささい∙えみこ）

国立がん研究センター東病院看護部

【目的】A病棟の呼吸器外科・内科、食道外科、消化器内科患者の転倒転落を予防すること。【方
法】A病棟において2023年11月から2024年3月に以下の取り組みを行った。1.病棟管理
者と医療安全リンクナースが中心となり、転倒転落を未然に防ぐことができた事例の報告
を行うよう働きかけ、報告者に対しては承認を行った。2.提出された事例から対象患者の
転倒転落のリスク要因を洗い出した。3.2から、転倒転落ハイリスク患者一覧を作成した。
該当患者・リスク要因・予防策を一覧表に記載し、毎日のカンファレンスで検討し対策を
共有した。【結果】転倒転落を未然に防ぐことができた事例報告は14件であり、患者の内訳
は消化器内科、呼吸器内科が大半を占めていた。報告事例から転倒転落リスク要因と考え
られた内容は、発熱・疼痛・高齢・脳転移・骨転移・ドレーンや点滴などの付属物・せん
妄症状であった。2023年4月から10月までの月別の平均転倒転落率は0.29％、取り組み
開始後の11月から3月までの平均は0.16％であり、転倒転落率は低下した。【考察】スタッ
フが言語化できた事例報告に対し、継続的に承認を行うことにより報告を促すことができ
た。さらに転倒転落リスク要因に基づくハイリスク患者一覧表を用い、患者の状態とリス
クアセスメントにそったケアの検討を毎日のカンファレンスで実施し、病棟全体で共有し
たことにより、予測的視点を持った看護実践ができ、転倒転落率の低下につながったと考
える。今後はさらに分析を進め、日々状態が変化する患者の状態と転倒転落のリスク評価
をタイムリーに実施し継続していくことが課題である。

P1-16-6
転倒・転落を減らすための当院の取り組み
西村∙仁志（にしむら∙ひとし）

NHO 佐賀病院リハビリテーション科

【背景】当院ではR5年度のインシデント報告件数は1290件、そのうち転倒転落が167件と
一番多い状況が続いている。影響度レベル分類1 ～ 3aが136件、レベル0は31件であっ
た。医療安全推進者としては転倒防止対策推進のため、これまでの事例を分析し、起こり
うる可能性を低くしていくこと、また、活動性をむやみに制限せずにADL能力を維持・向
上させていくことが必要である。患者のリスクを軽減し、有益性を向上することが、病院・
患者のどちらにもwin-winな状況を作り出すことになる。【分析】転倒・転落事例から、認
知機能低下や、せん妄、薬の影響を受けている方が多い。場所はトイレまでの移動、ベッ
ドサイド周囲の乗り越え動作が多かった。時間帯は夜間帯のナースコールを押さずにトイ
レに行った際などの発生要件が多い。【対策・方針】転倒・転落が起きた後の、ラウンドを病
棟看護師、医療安全係長、理学療法士、作業療法士と実施し、起きた原因と要因の分析と、
今後の対策を検討した。それにより職員の転倒・転落防止対策の方法や意識の統一に繋がっ
た。しかし、本来は事前に予防することが必要であるため、手術後3日目のウォーキングカ
ンファの導入も始まっている。また、リハビリ部門としては、移動手段の変更や、転倒リ
スクがある方には、部屋持ち看護師と直接やり取りしての伝達、カンファレンスにて転倒
リスクが高い場合の情報共有も実施している。【展望】今後は転倒・転落アセスメントシー
トの見直しと、活用方法の検討を実施し、今年度の取り組みを効果の検証し報告したい。

P1-16-5
目指せ！転倒・転落ゼロ！
藤井∙美紗子（ふじい∙みさこ）、緒方∙綾乃（おがた∙あやの）、野口∙佳奈（のぐち∙かな）、矢葺∙弓貴（やぶき∙ゆき）、
与古田∙幸代（よこた∙さちよ）、西∙紗津樹（にし∙さつき）、古池∙佳代子（こいけ∙かよこ）

NHO 九州医療センター看護部

【背景】A病院における転倒発生率は、2021年度2.35‰、2022年度2.59‰と上昇した。
2023年3月に転倒・転落アセスメントシートを改訂したが、導入後の評価が出来ておら
ず、今回、導入後の評価と転倒発生率が上昇した要因を分析し、発生率の低下に向けて取
り組みを行った。【目的】転倒・転落アセスメントシート改訂後の評価と転倒転落の要因分
析を実施し、転倒発生率が低下する。【方法】1．2024年1月の定点調査で入院患者477例
を対象に、改訂した転倒・転落アセスメントシートの再評価を行い、精度調査を実施した。
2．2021年4月～ 2023年11月までの転倒群・非転倒群の入院患者それぞれ1031例を
対象とし、文献「入院患者の転倒リスクアセスメントツールの予測精度－国内データベース
を用いた文献検討－」を参考に作成した調査シートを用いてアセスメント項目に関する分析
を行った。【結果】1．アセスメントスコアの精度不良は、2022年度と比較して53％から
24％へ減少した。2．転倒群は、調査シート項目の「貧血」「男性」「精査・経過観察」「緊
急入院」「鎮痛剤」に該当する患者が多く、非転倒群の患者においても同様の結果となった。
3．2023年度の転倒発生率は2.63‰で、2022度と比較して微増した。【考察】記録とアセ
スメントを連動させた転倒・転落アセスメントシートに改訂したことで、適切な評価と精
度不良の減少につながったと考えられる。今後も適切な評価のため、継続した精度確認が
必要と考える。調査シートを用いた結果から、当院の患者に該当するアセスメント項目が
明らかになったため、追加等を行うことで、適切な評価につながり、転倒発生率の低下に
つながると考える。

P1-16-4
転倒予防における安全な環境整備のための多職種ウォーキングカンファレ
ンスの取り組み
小坂∙利保（こさか∙りほ）、大戸∙由架（おおと∙ゆか）、安達∙千世美（あだち∙ちよみ）、西本∙亜季（にしもと∙あき）、
甲斐∙和代（かい∙かずよ）

NHO 大分医療センター看護部

【はじめに】令和4年度に、転倒件数が237件と前年度より約50件増加し、患者個人にあっ
た転倒予防対策が実施できていなかった。そのため、多職種参加による転倒予防の療養環
境整備のためのｳｫｰｷﾝｸﾞｶﾝﾌｧﾚﾝｽを行い、転倒件数の減少に取り組んだ。【方法】（1）令和4
年度の転倒ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ（以下CF）の把握（2）転倒CFを見直し、多職種によるｳｫｰｷﾝｸﾞｶﾝﾌｧﾚﾝｽ（以
下多職種WCF）の具体的運用方法の提示（3）CFの実施と状況把握（4）令和5年度転倒件数

【結果】（1）現状調査では、KYTシートを使用しCFしている部署が8部署中2部署であり、
転倒に関するKYTカンファレンスを定期的に実施している部署はなかった。転倒後のCF実
施率は86％であった。多職種WCFは、1部署のみが実施していた。（2）多職種WCFの目
的や方法をリハビリスタッフや薬剤師と検討し、日程や参加メンバーなど詳細運用を決定
し周知した。多職種WCFは、対象患者のベッドサイドにてｶﾝﾌｧﾚﾝｽの視点を確認した上で、
危険因子・対策を検討した。（3）令和5年11月～ 12月の実践結果として、多職種WCFは
各部署で2 ～ 6回/月開催し、対象は28名だった。看護計画の修正は2 ～ 3割程度であった。
28名中、その後転倒した患者は1名であった。（4）全部署の令和5年度の転倒患者件数は
193件で、前年度から44件減少した。【考察】ベッドサイドでの多職種WCFでは、患者に
合った療養環境の調整により、療養環境にひそむ転倒リスクの意見を出し合うことができ、
新たな気づきや対策を検討することができた。転倒高リスク患者として選出しｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実
施した患者のうち、その後転倒した患者は1名であったことから、多職種WCFは転倒防止
に繋がった。
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P1-17-3
医療分野における放射線取扱主任者の役割；放射線診療を受けた患者と関
わる医療従事者の被ばく線量をグラフツールで視覚的に見える化
平井∙隆昌（ひらい∙たかまさ）、神戸∙亮一（かんべ∙りょういち）、塩森∙智文（しおもり∙ともふみ）、小松崎∙篤（こまつざき∙あつし）

NHO 相模原病院統括診療部放射線科

目的医療安全のひとつに放射線診療を受けた患者とそれに関わる医療従事者に対しての診
療用放射線の安全利用に係る管理がある。その中の被ばく線量は、医療法などにより管理
を行う義務がある一方で、患者と医療従事者はその数値に対する理解が不十分に感じる。
医療安全の観点から、被ばく線量の視覚化は患者と医療従事者の被ばくリスクを理解しや
すくし、患者と医療従事者は被ばく線量に対して適切な判断を講じる可能性がある。そこ
で今回、グラフツールを使用して医療被ばくと従事者被ばくを視覚的に見える化を検討し
た。方法放射線障害の発生の防止等を主な職務とする放射線取扱主任者が、その高い専門
性で線量管理システムを用いて放射線診療を受けた患者の被ばく線量を視覚的に表現する。
また、医療従事者の個人被ばく線量を抽出し、職種、診療科、主な業務の場所などに対す
る傾向を、グラフツールを用いて表現し、全対象者に報告する。結果線量管理システムは、
検査で受けた被ばく線量を視覚的に描出できた。グラフツールを使用することで、特定の
業務が医療従事者に高い被ばくリスクをもたらしていることが判明した。考察線量管理シ
ステムは、X線を受けた患者個々の線量を一元管理ができる。医療従事者の被ばく線量を数
値だけで報告するよりも、グラフツールなどで表現した図やグラフは、他の医療従事者や
職種などと比較することで数値に対する認識を変える。結語放射線取扱主任者の役割は医
療施設における放射線安全管理に不可欠であり、グラフツールを活用した被ばくデータの
見える化は、被ばくリスクを把握するのに重要なツールであることが示された。

P1-17-2
当院放射線科における患者間違い防止の取り組み
坂田∙章悟（さかた∙しょうご）、福井∙保夫（ふくい∙やすお）、松本∙孝俊（まつもと∙たかとし）

NHO 函館病院放射線科

【背景】医療の現場においてもIT化が進み、全国的に普及している病院情報システム
（Hospital Information System:HIS）や放射線化情報システム（Radiology Information 
System:RIS）は業務の効率化だけではなく、患者間違いや検査間違いの防止にも多大に貢献
している。しかし、施設の構造上の問題や業務の効率化を求めるあまり、正規の運用から
外れた方法によるインシデント・アクシデントも後を絶たない。【目的】当院の放射線科で
短い期間に患者間違いと造影間違いが起きた。その対策として検査室内、待合室内にRIS画
面を確認できるモニターを設置したので紹介する。【まとめ】ヒューマンエラーは完全にな
くすことはできないが、システム的に制限し人為的操作を減らすことで減少させることは
できる。今回の対策によって、次に呼び込む患者が明確になり、さらに患者自身にモニター
を見てもらうことで視覚的に患者確認ができるため耳で名前を聞くだけよりも効果は大き
い。設備整備に金額を要したが、患者の安全のためには有意義な投資ができたと考える。

P1-17-1
放射線部門におけるSafety-IIを導入した医療安全への取り組み
堀内∙雄太（ほりうち∙ゆうた）

NHO まつもと医療センター放射線科

【背景・目的】
現在の医療安全は失敗から学ぶSafety-Iのみであり、医療安全の向上に対するモチベーショ
ン低下の一因となっている。そこで、新しい医療安全の考え方であるレジリエンス・エン
ジニアリング理論に基づき、日常のうまくいっている事例に注目するSafety-IIを導入した
取り組みについて報告する。

【方法】
1．うまくいっている事例として、COVID-19対応を例に日常業務の行われ方を分析した。
2．分析をもとに、Safety-IIの導入のため、モダリティー担当者ごとに、うまくいくための
工夫などを、独自の記入シートに沿って、予測・観察・対応・学習の4つの視点から考察し、
ミーティングにて議論を行った。3．Safety-Iの観点からインシデント事例集を作成した。4．
取り組み後、アンケートを実施した。

【結果】
1．日常業務は、日々内容が変動し、常に時間、情報、マンパワー、物品といったリソース
の制約下で、診療放射線技師や他職種が状況に応じて様々な調整や工夫を行い、柔軟に対
応していることがわかった。2．物事がどのようにうまくいっているのかに焦点を当て、成
功する行動を共有できた。3．継続してインシデント防止策への意識が定着した。4．回答
数は11人で、筆者以外の全員から回答を得た。そのうち、91％（10人）はSafety-IIについて、
当初「知らなかった」という結果であったが、今後の業務に活かせると回答した。理由として、

「うまくいっていることから学ぶ機会が今までなかったので勉強になった」などが挙げられ
た。

【結語】
失敗から学ぶSafety-Iだけでなく、成功から学ぶSafety-IIを組織として導入し、相補的に
活用することで医療安全の向上に寄与した。

P1-16-8
当院における転倒転落予防対策委員会の活動について
山本∙誠（やまもと∙まこと）1、坪井∙陽子（つぼい∙ようこ）1、
原∙ゆかり（はら∙ゆかり）1、間部∙由佳理（まなべ∙ゆかり）1、ほんだ∙大貴（ほんだ∙ひろたか）1、藤田∙知宏（ふじた∙ともひろ）1、
山口∙崇臣（やまぐち∙たかおみ）1、熊取谷∙かおる（くまとりや∙かおる）1、河島∙猛（かわしま∙たけし）2、佐々木∙信（ささき∙しん）1

1NHO 姫路医療センターリハビリテーション科、2NHO 神戸医療センターリハビリテーション科

当院では入院患者の転倒転落を予防するために、転倒転落予防対策委員会を設置して活動
している。構成員は医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、事務
職員と多職種にわたっており、それぞれが各専門性に応じて貢献している。活動内容は月
に1回、転倒転落リスクの高い患者をラウンドし、病棟看護師も含めて対策を協議している。
また、過去の転倒転落事例の分析、転倒転落アセスメントシートの改訂等を行い、病院職
員への啓蒙や注意喚起を行っている。転倒転落アセスメントシートは、看護師が全入院患
者に転倒転落リスクの評価のために使用している。2020年度までは評価項目は41項目に
わたり、看護師の負担が大きく、時間を要し、正確な評価が難しかった。そこでより効率
的で実用性の高い評価表とするために、過去5年間のデータを分析し、特に転倒数が多かっ
た11項目にまで減らすこととした。また、チェックされた項目数と転倒数を比較すると、
項目が5個以上あるいは薬剤の項目（睡眠鎮静薬、抗精神病薬、麻薬）のうち1つでもチェッ
クされていると、転倒率は増加傾向にあった。そこで、リスク判定をA判定（チェック項目
5個以上かつ薬剤項目1個以上）、B判定（チェック項目5個以上）、C判定（チェック項目4
個以下）に区分した。改訂前後を比べると転倒率は変わらず、アセスメントシートが簡素化
されたことによる影響はなかった。また全入院患者の転倒率は0.3％、A判定とされた患者
の転倒率は2.1％となり、判定基準の妥当性はあると思われた。加えて、判定を簡潔に3分
類にすることで、職員への啓蒙もしやすい結果となった。
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P1-17-7
当院における放射線検査外来の実施報告と今後の展望　―検査被ばく説明
の質問分析から
釋迦堂∙充（しゃかどう∙みつる）1、名越∙晃子（なごし∙あきこ）1、永田∙基（ながた∙もとい）1、北川∙まゆみ（きたがわ∙まゆみ）1、
土師∙菜緒子（はじ∙なおこ）2、井原∙完有（いはら∙かんゆう）3、谷崎∙洋（たにざき∙ひろし）3、楠本∙昌彦（くすもと∙まさひこ）2

1国立がん研究センター中央病院医療安全管理部放射線安全管理室、 
2国立がん研究センター中央病院医療安全管理部、3国立がん研究センター中央病院放射線技術部

【目的】
当院でおこなっている診療放射線技師による専門外来（放射線検査外来）外来実施の管理記
録より、「被ばく」に関する質問内容を分析した。今回は、被ばく説明外来の現状報告とと
もに、今後の課題や必要性について報告する。

【方法】
対象は、データ抽出管理が可能となった2022年11月から2024年3月までに実施した放
射線検査外来4088件とし、それらの中の被ばくに関する相談・質問内容の分析をおこなっ
た。

【結果】
検査外来4088件中検査被ばく説明としての外来件数は26件と1％にも満たない件数で
あったが、検査説明外来4062件中、検査被ばくに関する質問は684件（17％）であった。
被ばく説明外来での質問内容は、（1）頻回な検査による不安、（2）被ばくによる身体的影響、

（3）被ばく線量、（4）妊娠・妊孕性への影響に集約され、1人の患者が複数の質問をする傾
向がみられた。検査説明での被ばく質問内容は、上記の（1）‐（4）の他、核医学検査後の
周囲（家族）への影響を質問される患者が最も多く全体の80％（複数回答）であった。

【考察】
今回、当院でおこなっている放射線検査外来の内「被ばく説明」について報告した。「被ばく
説明」という枠での予約外来は、患者が、希望する際のハードルが高いと感じたが、検査説
明の中で、被ばくに関しての質問が多く見受けられ、多くの患者が検査被ばくに関心・不
安をもっているということがわかった。今回、質問内容の分析をおこなった中で、限られ
た時間内で適切な説明をおこなうため説明資料更新の必要性が考えられた。今後は、院内
の診療放射線技師が同一の見解で同一の回答ができることをめざし、取り組んでいきたい。

P1-17-6
当院における放射線検査外来の実施報告と今後の展望　―放射線検査説明
外来における患者の質問とその対応から―
名越∙晃子（なごし∙あきこ）1、釋迦堂∙充（しゃかどう∙みつる）1、永田∙基（ながた∙もとい）1、北川∙まゆみ（きたがわ∙まゆみ）1、
土師∙菜緒子（はじ∙なおこ）2、井原∙完有（いはら∙かんゆう）3、谷崎∙洋（たにざき∙ひろし）3、楠本∙昌彦（くすもと∙まさひこ）2

1国立がん研究センター中央病院医療安全管理部放射線安全管理室、 
2国立がん研究センター中央病院医療安全管理部、3国立がん研究センター中央病院放射線技術部

【背景・目的】
当院では診療放射線技師による専門外来：放射線検査外来を設け、2021年10月より検査
被ばく説明とPET検査を主とする核医学検査説明を行っている。2022年11月より外来実
施記録を抽出管理できるようにフォーマットを作成し、患者からの質問項目、内容の把握
が容易に行えるようになった。今回は検査説明における現状報告とともに、今後の課題と
必要性について報告する。

【方法】
対象は2022年11月から2024年3月までに実施した検査説明4062件とした。検査説明
外来では、（1）検査前注意事項、（2）検査の流れ（検査中の注意事項）、（3）検査後の注意事
項について説明し、その都度、確認・質問を受けている。今回、実施記録から質問内容の
分析と、検査説明外来にきたことで事前時に対応できた事例について報告する。

【結果】
説明実施件数中、質問が多い順に食事に関すること1129件（28％）、常備薬について（糖
尿病治療薬を含む）854件（21％）（内、糖尿病治療薬は432件）、検査後の周りの人への影
響544件（13％）、来院時間の確認481件（12％）、その他、運動制限、体内デバイス、検
査所要時間と体位、閉所恐怖症等であった（複数回答）。質問無しは、1084件27％であった。
以上の中で、医師に確認し、検査日の移動や検査の変更となったが40件であった。

【考察】
当院でおこなっている検査説明外来について報告した。説明中、70％を超える患者が何か
しらの質問をしていることがわかった。放射線検査（MRIを含む）に関する専門的な検査説
明や質問を診療放射線技師が担うことは、多忙な医師のタスクシェアの一助となると考え
られた。

P1-17-5
放射線科撮影部門におけるインシデント報告件数削減に向けた取り組み
中谷∙明央（なかたに∙あきお）、久木∙繁行（ひさき∙しげゆき）

NHO 京都医療センター放射線科

【目的】放射線科内で発足した医療安全チームの活動を通じてインシデント報告件数を削減
させ,科内の医療安全意識を醸成させる.

【方法】1.一人での対応となりやすい一般撮影,病棟ポータブル,救命センター CT検査につ
いてPDCAサイクルの手法を用い,過去のインシデント報告を基に現状分析を行い,どのよ
うな状況でインシデントが発生しているかを把握し,頻発症例に対し,対策を施した手順書
を作成する.加えて対策実施後のアンケートを元に手順書の見直しを行った.2.過去のイン
シデント報告から注意喚起を促すポスターを定期的に発行した.文面には行った対策に加
え,作成者からのひとこと欄を設けて,ベテラン技師目線のアドバイスを記載し,特に過去
のインシデント報告を把握していない転勤者，新規採用者に注意喚起を行った.3.各モダリ
ティーの患者確認に関する業務フロー動画を作成し, 転勤者や新規採用者,ローテイターが
事前に学習できる環境の構築を行った.

【結果】以上のような方法を用いることによりインシデント報告件数が過去3年間の平均と
比較し,43％減少した.

【結語】医療安全チームの活動を通じて，放射線科内の医療安全意識を高めることができた.

P1-17-4
放射線部内でのインシデント報告を活用した医療安全への取り組み
小泉∙俊太郎（こいずみ∙しゅんたろう）1、山崎∙愛（やまざき∙あい）1、上梶∙秀平（かみかじ∙しゅうへい）1、
北川∙まゆみ（きたがわ∙まゆみ）1,2、田村∙正樹（たむら∙まさき）1、屋宜∙直行（やぎ∙なおゆき）1、武田∙聡司（たけだ∙さとし）1

1NHO 災害医療センター中央放射線部、 
2国立がん研究センター中央病院医療安全管理部放射線安全管理室

【目的】インシデント報告の目的は,収集した情報を共有することにより医療事故防止に繋げ
る目的がある.当院放射線部では,インシデント報告の適切な共有方法が確立していなかっ
た.2019年度から共有方法を見直し,2022年度からは新人教育,KYT（危険予知トレーニン
グ）,及びインシデント事例検討会を新たに行なっている.今回はその取り組みについて報告
する.【方法】対象は2018年4月から2024年3月までの6年間に診療放射線技師が提出し
たインシデント報告429件とした.提出されたインシデント報告書をモダリティ ,内容,改善
策で分類し,放射線部内で資料を全員が共有できるようにした.KYT,事例検討会は中堅・若
手技師を混ぜグループディスカッション方式で行った.全ての取り組みは,医療安全への意
識を向上させる目的で実施した.【結果】インシデント報告数は2018年度から2023年度ま
で,35件,74件,50件,98件,85件,87件と増加傾向である.新人教育の中でインシデント報
告の意味と役割を伝え,事故を責めるものではないことと,医療事故防止することに役立つ
と認識させた.KYTでは,過去や今後起こりうる危険要因について討論でき,その対策も皆で
共有し,危険予知能力が高めることができた.事例検討会では,直近の報告事例から提示し,
内容や改善策について話し合い,全員が意見の言える環境となった.【結論】インシデント報
告を活用した放射線部内での医療安全への取り組みは,継続して行うことにより,インシデ
ント報告についての正しい知識が定着していき,強いては医療事故防止に繋がって行くと考
え,今後も続けていきたい.
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P1-18-3
新型コロナウイルス感染症の入院時スクリーニング検査での無症状陽性者
の検討
藤崎∙浩太郎（ふじさき∙こうたろう）、前川∙裕子（まえかわ∙ゆうこ）、北川∙雄一（きたがわ∙ゆういち）

国立長寿医療研究センター感染管理室

【背景】新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の無症状の患者は、有症状の患者に比べて
感染力が弱い報告があるが、免疫力の低下した患者が入院している病院では、院内での感
染拡大の契機となる可能性がある。市中でのCOVID-19の感染拡大後、A病院では全入院
患者にCOVID-19のスクリーニング検査を開始した。【目的】今回、2023年5月から2024
年2月までのCOVID-19入院時スクリーニング検査において、無症状者陽性者にどのよう
な傾向にあるのかを検討したので報告する。【結果】対象期間内の全入院患者は4132名で
あった。対象者のうち無症状のCOVID-19の陽性患者は24名、無症状者の陽性率は0.58％
であった。無症状者陽性者のうち、予約入院は8名（陽性率0.36％）、予約外入院は16名

（0.85％）であった。期間中の無症状者の陽性率が高かったのでは、8月（1.30％）と2月
（1.10％）であった。【考察】予約患者よりも予約外患者の方が多かった要因として、発熱や
呼吸器症などは認められないがCIVD-19罹患後に食欲不振、意識レベル低下、脱水など何
らかの体調の悪化で受診をして入院時検査で陽性となったことが考えられた。またA病院
所在地のCOVID-19の定点報告者数は、8月と2月に大幅な増加をしており、入院時スク
リーニング検査での無症状陽性の結果と同様の傾向であった。COVID-19流行期での体調
悪化は、無症状のCOVID-19に起因している可能性があり、注意が必要と考えられた。

P1-18-2
新型コロナウイルス感染症が同一部署で27名に院内伝播した事例から見
えた課題
加藤∙留美（かとう∙るみ）1、渡辺∙靖（わたなべ∙やすし）2

1NHO 西新潟中央病院看護部、2NHO 西新潟中央病院感染制御部

＜はじめに＞2024年3月、脳神経内科病棟で1日に患者・職員を含め最大12名が発症す
る新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19とする）の院内感染事例を経験した。この
事例の対応および課題について報告する。＜経過＞2024年3月19日、脳神経内科病棟患
者1名が発熱し、COVID-19と診断された。3月21日、1例目の同室患者1名、3月22日 
患者6名、職員（理学療法士を含む）5名がCOVID-19と判明した。ほぼ全ての患者が3月
19日・21日に介助による入浴がされており、更に、感染者が発生すると想定した。そのた
め、職員は患者対応時N95マスク着用、面会禁止、この病棟の入院制限、病棟内リハビリテー
ション等感染対策を強化した。その後も、3月23日患者3名、職員4名、3月25日 患者2
名、職員3名、3月27日 患者1名、職員1名がCOVID-19と判明し、同一部署で計27名
のCOVID-19を確認した。＜結果・考察＞3月26日が感染者の最終発症日であり、潜伏期
間を考慮すると対策を強化する以前の曝露と評価した。以降、新たな感染者を認めず、4月
5日を終息とした。感染拡大の要因として、1例目の患者が発病当日に入浴し、同じチーム
で複数人が同日に発症した後、入浴日を境に別チームで複数人の患者、職員が同日に発症
していた。また、浴室のラウンドにて、浴室脱衣場のカーテン使用が換気を妨げ、密集し
やすい環境であることが確認された。このことから、本症例は浴室脱衣場が感染成立の場
となり感染が拡大したと考えられた。＜今後の課題＞浴室脱衣場環境を変えることは容易
でない。浴室脱衣場の環境の感染リスクを共有し実践可能な対応を検討する。

P1-18-1
同一病室で繰り返すCOVID19クラスター発生状況の検証～気流・換気状
況の改善に向けて～
東出∙美香（ひがしで∙みか）、杉本∙俊郎（すぎもと∙としろう）

NHO 東近江総合医療センター感染管理対策室

【背景・目的】当院でのCOVID19クラスターは2023年3月迄に5件で、A病棟で3件発生
しその内2件が1号室と2号室で起こった。クラスター発生状況を明らかにし改善に取り組
んだので報告する。【方法】2023年8月～ 2024年2月にA病棟で発生したCOVID19クラ
スター時の1.発生状況、2.気流、換気の状況を検証した。1）CO2濃度の測定、2）スモーク
テストによる気流確認、風速計による確認、3）差圧計による室内圧確認【結果】1.クラスター
発生時の病室患者はADL全介助～自立で混在し、多くの患者に面会があった。初発感染患
者の感染経路は面会者の接触であった。感染患者は同室者、感染者とトイレ共有者であった。
感染患者はOP後や消化器疾患のためトイレの在室時間が長い傾向であった。2.1）CO2濃
度は病室、トイレ換気扇稼働時1000ppm以下、トイレ換気扇停止時は9分で1000ppm
以上、退室後2分経過迄1000ppmだった。2）気流は病室ドア開放状態では病室から廊下、
廊下から病室へ、トイレ換気扇稼働時はドアの隙間から流入、換気扇停止時に流出した。3）
差圧計では等圧状態であった。【考察】結果1.より、患者間の接触はなく共有部分の間接接
触感染、空気感染であり、結果2.より病室ドアが開放状態で1号室から廊下へ空気が流れ
廊下の気流にのり2号室に流入し感染伝播したと考える。トイレ換気は換気扇停止による換
気不良な状況で感染伝播した可能性は否定できないため換気扇を常に稼働させ感染リスク
を抑える対策が必要であると考える。【結語】A病棟1号室と2号室で繰り返すCOVID19ク
ラスター発生は病室ドアの開放とトイレの換気不足が影響したと考えられ、病室ドアの閉
鎖とトイレの換気扇を消さない取組みが有効である。

P1-17-8
放射線診療下における急変に対する意識調査
宮本∙阿弓（みやもと∙あゆみ）1、吉田∙佳弘（よしだ∙よしひろ）2、吉田∙武尊（よしだ∙たける）2、花房∙範計（はなふさ∙のりかず）1、
小室∙普嗣（こむろ∙あつし）1

1NHO 神戸医療センター放射線科、2NHO 大阪医療センター放射線科

【目的】当院の診療放射線技師に急変対応に対する意識調査を行う．【方法】1 ～ 2年目の診
療放射線技師を新人，5 ～ 7年目の中堅診療放射線技師，10年目以上の診療放射線技師を
対象に1．緊急コールを発信できるか2．急変時の危険箇所を把握しているか3．急変時に
率先して行動できるか4．シミュレーションを行いたいか5．実際に急変に遭遇したことは
あるかについて定性調査を実施した．【結果】緊急コールは全員発信できると回答．危険箇
所については新人，中堅技師ともに患者のバイタルの確認を行うという回答が多く，高磁場，
放射線管理区域という特殊な現場についての安全への認識が低い結果となった．半数以上
の技師が患者の急変に遭遇したことがあると回答．急変時に率先して行動することが困難
という回答が多く，シミュレーションを行いたいという回答が多い結果となった．【結果】
放射線科特有の安全を考慮したシミュレーションを用いて急変時における対応能力を高め，
備えることが重要である．
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P1-18-7
南京都病院によるインターネットでのCOVID-19関連情報発信
竹内∙啓喜（たけうち∙ひろき）1、松本∙英司（まつもと∙えいじ）1、大良∙拓実（だいら∙たくみ）2、佐藤∙葉月（さとう∙はづき）1、
塚本∙美緒（つかもと∙みお）1、山本∙佐弥香（やまもと∙さやか）1、小栗∙晋（おぐり∙すすむ）1、廣瀬∙翔（ひろせ∙しょう）2、
徳永∙修（とくなが∙おさむ）1

1NHO 南京都病院感染管理チーム、2NHO 南京都病院管理課

COVID-19が令和5年5月8日に5類化されて以後流行状況が見えづらくなったのに伴い
市中での感染予防対策がゆるみ、結果COVID-19にとどまらず様々な感染症の流行を招く
事態となっている。南京都病院は各種呼吸器疾患、神経難病、重度心身障害者といった感
染を繰り返し、ときに重篤化する患者が入院・通院共に多く、感染症から守ることの重要
性が一層増しており対策の緩和は病院全体としても困難である。このため院内での感染防
止対策の喚起に加え、患者やその家族向けにインターネットにて各種情報発信を行ってい
る。具体的にはHP上で院内感染対策のアナウンス、とくに流行時の対面での面会制限やリ
モート面会、ワクチン接種の案内を行うとともに、COVID-19の5類化以後はSNSで保健
所発表の定点医療機関あたりの報告数に加え、独自に本院発熱外来での陽性率の推移を公
表し、少しでも流行状況を可視化することに努めている。これらにより患者やその家族の
感染対策の必要性に対する理解を深め、5類化以後もそれ以前と変わらぬ感染対策を継続す
ることへの理解を得ることができていると思われる。

P1-18-6
透析室におけるCOVID-19感染対策の取り組み
城川∙莉奈（しろかわ∙りな）、益田∙洋子（ますだ∙ようこ）、坂田∙里美（さかた∙さとみ）、深山∙美香（ふかやま∙みか）

NHO 熊本医療センター看護部

【背景・目的】
透析室は患者側による内因性要因と環境による外因性要因から、感染リスクが高い。A病院
透析室は20床を有し、1日20 ～ 35人が透析治療を受けている。COVID-19陽性となっ
た透析患者は、当初、ICU等の陰圧個室を利用し透析を受けていた。2022年よりクラスター
等による感染者の増加に伴い、透析室で対応する方針となり、運用方法及び感染対策を検
討し実践した。今回のCOVID-19感染対策の結果から感染拡大しなかった要因を考察し、
今後の感染管理に繋げる。

【取り組み】
2022年1月は、火・木・土の午後に感染者を配置する時間隔離を実施した。2022年7月
以降はクラスターによる感染者増加に伴い、フロア内をゾーニングし空間隔離を実施した。
その際非感染者と感染者が交差しないように、フロア内の動線分離を行った。またスタッ
フに個人防護具着脱訓練や環境整備の指導を行った。2024年4月に院内透析室マニュアル
を改訂し、感染症患者受け入れのゾーニングを追加した。その結果、透析患者間およびスタッ
フ間での感染は拡大しなかった。

【考察】
感染リスクの高い部署にも関わらず、感染拡大しなかった要因として、空間・時間隔離やゾー
ニング、動線の確保が考えられる。今回の取り組みを振り返ると、日本透析医会ガイドラ
インの対策と合致していた。またスタッフへの感染指導やマニュアル追加を行なったこと
も、安全な透析治療の維持や感染管理の質の向上に寄与できたと考える。
いかなる感染症発生時も透析治療を維持できる感染管理体制の構築が重要である。そこで
地域の中核病院として感染症患者受け入れシミュレーションを実施し、平時から組織横断
的に感染対策を検討し続けることが課題である。

P1-18-5
A病院の新型コロナウイルス感染症関連データは市中の流行状況把握の目
安となるか―保健所定点報告数との比較による検証―
栗山∙陽子（くりやま∙ようこ）、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）、岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）

NHO 函館病院感染管理室

【背景・目的】
2023年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19とする）の五類定点
感染症へ移行し保健所からの発生動向公表が週1回の定点報告へと変更となり、これま
でリアルタイムで可能であった市中の流行状況の把握が難しくなった。今回、A病院の
COVID-19関連データが市中の流行状況の目安となるかを検証したため報告する。

【方法】
2023年5月8日（2023年 第19週 ）～ 2024年5月5日（2024年 第18週 ）のA病 院 の
COVID-19関連データA：発熱外来受診件数、B：外来COVID-19陽性者受診件数、C：
職員COVID-19陽性者数を定点報告と同様に週集計し、1）A病院所在地の管轄保健所（市
立函館保健所）COVID-19定点報告数と流行曲線に示し視覚的比較、2）A、B、Cと定点報
告数を、スピアマン順位相関係数検定を用いて相関の有無を検証。

【結果】
1）流行曲線による視覚的比較：A、Bは定点報告数の増減とほぼ同様の増減を示していた。
2）スピアマン順位相関係数（rs）検定結果（rs＝±0.4 ～±0.7にて相関あり）：定点報告数
vs A：rs＝0.51737、定点報告数vs B）：rs＝0.57870、定点報告数vs C）：rs＝0.47088。
A、B、C共に定点報告数と正の相関を認めた。

【考察・結論】
期間中のCOIVD-19定点報告とA、B、Cには相関があることから、ある程度、市中の流行
指標の目安とすることができるのではないかと考えられた。これらのデータを日々監視し
定点発表前の市中のCOVID-19流行・終息の兆しを捕捉することで、院内の感染対策にも
スムーズに対応することができるのではないかと考えられる。

P1-18-4
急性期一般病院におけるCOVID ‐ 19入院受入れ病棟が直面した問題点
の解析～感染流行期第3 ～ 8波に焦点を当てて～
荻∙幹（おぎ∙みき）1、冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）1、下田∙明広（しもだ∙あきひろ）1、宮里∙敏大（みやさと∙としひろ）1、
岸本∙篤人（きしもと∙あつと）1

1NHO 米子医療センター看護部、2NHO 米子医療センター呼吸器内科、 
3NHO 米子医療センター薬剤部、4NHO 米子医療センター薬剤部、5NHO 米子医療センター検査科

【目的】当院は、急性期一般病院で地域のCOVID ‐ 19入院患者の受け入れ重点医療機関と
しての役割を担い、累計370人の患者の入院診療を行った。COVID-19担当看護師が直面
した「重症度・医療・看護必要度」と業務負担度、流行波毎の重症度、死亡例について解析
し課題を明確にする。【方法】研究期間；2020年9月～ 2026年3月31日対象；A病院の
COVID ‐ 19入院患者及びCOVID-19病棟を担当した看護師。分析方法； 1）上記期間内
にCOVID-19罹患し入院した流行波毎の患者数、重症度、検査データ、画像所見、抗ウイ
ルス薬使用状況の情報整理。2）1）の情報を基に死亡例の死因、重症化に関連する因子の分
析。3）第6波にCOVID-19患者に携わった病棟看護師10名に業務改善を目的としたアン
ケート調査と、1）の情報との関連について分析。4）2）3）よりOVID-19入院受入れ病棟の
問題点を明らかにする。【結果】1）結果より年齢調整しても死亡率は高かった。看護業務負
担度では、看護必要度だけではみえない看護師の身体的、精神的負担度をアンケートより
示す事ができた。第8波では一般病棟内にCOVID-19ユニットの確保病床と付随病床を確
保しての運用へ変更し、病棟半分がCOVID-19対応となった。一般病床が不足し、部門を
越えた協働体制で乗り切ったが、専門的な知識、技術が求められ各一般病棟の負担を強いた。
一方院内で陽性者が判明した場合は、該当病棟にて患者をみる体制へ変更しCOVID-19受
入れ病棟の負担は軽減できた。【結論】未知の感染症への対応として、段階的にCOVID-19
入院受け入れ体制を変更、感染対策を緩和しながら患者受け入れを行った。新たな新興感
染症発生時の対応に備え、今後の戦略について考察を行う。
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P1-19-3
慢性頭痛外来開設後の患者の特徴
渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）、笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）

NHO 大牟田病院脳神経内科

【目的】2021年11月より週1回慢性頭痛外来を開設し、その後の来院患者の特徴ついて調
査する。【方法】2021年11月から2022年3月までに当院の慢性頭痛外来を受診した患者
を診療録から抽出し診療情報を後ろ向きに調査した。【結果】対象は27人であり、男性6人、
女性21人であった。地域は市内の患者が21人であり、6人が近隣の市町村であった。受
診時の年齢は12歳から84歳であり、平均年齢は36歳であり、年代別では10代が最も多
かった。初診前に25人に他院受診歴があり、2人に受診歴がなく、紹介状持参は20人であ
り、持参なしが7人であった。紹介元は内科が9人、脳神経外科が5人、耳鼻科が5人、精
神科と脳外科が1人で内科が最も多かった。初診時に18人にHIT-6検査を施行し、55点か
ら78点であり、平均点が67.4点で重篤な患者が多かった。初診時の診断は片頭痛が22人
で、そのうち前兆がある型が4人で前兆のない型が18人であった。その他は緊張型が3人、
副鼻腔炎によるものが2人であり、緊急性のある二次性頭痛や緊急の入院例はなかった。片
頭痛のうち抗CGRP抗体製剤を使用した例が4例あり3例に有効であった。【結論】当院の
慢性頭痛外来患者は市内の女性の若年者が多く、内科の受診歴が多く、重篤な患者が多かっ
た。診断は前兆のない片頭痛が多く、抗CGRP抗体製剤使用例があり、慢性頭痛外来は重
篤な慢性頭痛患者にとって有益と考えられた。

P1-19-2
早期Alzheimer病患者への多職種連携によるLecanemab導入時の対策
と投与後経過の検討
山本∙兼司（やまもと∙けんじ）1,2、竹内∙啓喜（たけうち∙ひろき）1,2、
太田∙真紀子（おおた∙まきこ）1、細川∙恭子（ほそかわ∙きょうこ）1、坂∙和真（さか∙かずま）3、綱本∙郷子（つなもと∙きょうこ）2,3、
矢田川∙明日香（やたがわ∙あすか）2,3、紀田∙幸子（きだ∙ゆきこ）3、濱村∙恵子（はまむら∙けいこ）3,5、才田∙智子（さいだ∙ともこ）3、
船橋∙正弘（ふなはし∙まさひろ）4、杉山∙博（すぎやま∙ひろし）1

1NHO 南京都病院脳神経内科、2NHO 南京都病院臨床研究部、3NHO 南京都病院看護部、 
4NHO 南京都病院事務部、5NHO 南京都病院地域医療連携室

【はじめに】当院では、早期Alzheimer病患者でLecanemab投与基準を満たした症例に対
して、2024年2月より導入を開始した。導入開始に際しては、最適使用ガイドラインに基
づいて適切な患者選択、投与や副作用への対応ができるように、多職種連携にて当院にお
ける問題点とその対策を以下のように洗い出した。【当院における取組】（1）多職種で投与
患者への対応をスムーズに進めると共に、外来・病棟での検査・治療が患者・家族の不安
を和らげつつ円滑に施行できるよう、クリニカルパスを作成した。（2）ガイドライン上は投
与対象となる患者であっても、Lecanemab導入希望が強い投与対象患者であっても、80
歳以上の高齢者、抗血小板薬・抗凝固薬使用者、神経学的診察で混合病理が疑われる患者は、
導入を見合わせた。（3）アミロイド病理確認のための髄液検査で一泊入院した患者では、無
断離棟に注意が必要であった。【今後の展望】当院では、導入開始から2024年5月までに5
例の投与を開始しており、今後もさらなる症例の集積が見込まれる。本発表では、当院で
のLecanemab導入例について、臨床的特徴、投与後の経過についても検討したので、併
せて報告する。

P1-19-1
レカネマブを見据えたアルツハイマー病の包括的診断-トランスレーショ
ナル認知症学-（静岡方式）
寺田∙達弘（てらだ∙たつひろ）1,2、高嶋∙浩嗣（たかしま∙ひろつぐ）1,2、川口∙典彦（かわぐち∙のりひこ）1、
荒木∙保清（あらき∙やすきよ）1、松平∙敬史（まつだいら∙たかし）1,2、尾内∙康臣（おうち∙やすおみ）2、小尾∙智一（おび∙ともかず）1

1NHO 静岡てんかん・神経医療センター脳神経内科、 
2浜松医科大学光医学総合研究所尖端生体イメージング研究部門生体機能イメージング分野

【目的】急増する認知症による生活制限および介護量の増加は、解決すべき喫緊の課題であ
る。新規薬剤である抗アミロイドβ抗体薬レカネマブは、アルツハイマー病（AD）病理に作
用する疾患修飾薬で、認知機能低下を遅延させる効果が期待される。しかし、レカネマブ
は早期のADに適応で、しかもアミロイド病理の確認が必須であるため、その診断方法に
は課題がある。また、非健忘型AD例も問題になっている。ADの早期発見と先制治療のた
めに必要な、神経心理学、バイオマーカーと脳核医学の診断ポイントを明らかにする。【方
法】対象は軽度認知障害または軽度の認知症の28例。認知症疾患の鑑別はATN分類に準拠
した。レカネマブの適応を見据えたAD診断のために、神経心理学的検査（CDR、MMSE、
MoCA）、各疾患の診断基準、アミロイドPET（18F-FMM）によるアミロイド病理の検討を
行い、その診断精度を検討した。【成績】AD症例は23名。他はDLB2名、FTLD1名、自覚
的認知機能障害2名であった。AD症例は軽度認知機能障害（CDR0.5）15例、軽度認知症

（CDR1）8例であった。AD症例のMMSEは12名でカットオフ値を上回ったが、MoCAが
カットオフ値を超えたのは1名であった。健忘型ADが20例、非健忘型ADは3例であった。
AD症例で、アミロイドPETは全例陽性であった。【結論】早期ADの認知機能障害の検出に
MoCAが有用である。健忘型のみならず、非健忘型でも認知機能低下がアミロイド陽性に
関連していることを明らかにできた。非健忘型ADを含めた、ADのレカネマブを見据えた
診断にアミロイドPETが主軸となる。

P1-18-8
5類移行後のCOVID-19と季節性インフルエンザによる隔離患者の認知機
能変化
北川∙雄一（きたがわ∙ゆういち）、藤崎∙浩太郎（ふじさき∙こうたろう）、前川∙祐子（まえかわ∙ゆうこ）

国立長寿医療研究センター医療安全推進部感染管理室

【目的】環境変化や隔離により、認知機能が低下することは、これまでも報告されている。5
類移行後も、COVID-19患者は厳密な個室隔離下に治療が行われ、インフルエンザ患者も、
個室で治療される。本報告は、こうした隔離患者の認知機能の変化を調査・比較。【方法】
当院では隔離患者でも、転倒転落リスク評価のため、認知機能のいわゆるT/N分類が行わ
れる。インフルエンザシーズンの2023年10月1日～ 2024年3月31日に入院／退院・転
棟した患者の、認知機能変化を調査。調査期間中の入院患者のうち、65歳以上で認知機能
記録があるCOVID-19患者110例（C群）、季節性インフルエンザ患者11例（I群）を解析。

【成績】平均年齢はC群84.5歳、I群80.0歳、平均隔離日数は、C群10.6日、I群5.0日。
入院時点は、C群78例（71.0％）・I群5例（45.5%）に認知機能低下あり。隔離以後の認知
機能は、C群では認知機能低下持続（NN）75例、低下なし持続（TT）28例、低下なしから
ありに変化（TN）2例（1.8%）、低下ありからなしに変化（NT）3例（2.7%）、一時的低下（TNT）
2例（1.8%）で、I群ではNN3例、TT6例、NT2例（18.0%）。NTやTNT症例中には、改善後、
隔離中の混乱・錯乱を自覚する症例を認めた。【結論】当院で入院隔離が行われた患者の多
くで、何らかの認知機能低下を認め、一部には、隔離中に認知機能低下を生じた症例も認
めた。隔離中改善症例は、「隔離などに起因する譫妄」からの離脱と考えられた。感染症患
者に隔離を行う場合、認知機能変化に注意する必要があると考えられた。
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P1-19-7
神経筋慢性期病棟入院患者の合併症としての急性膵炎
坂井∙研一（さかい∙けんいち）、的場∙結香（まとば∙ゆか）、麓∙直浩（ふもと∙なおひろ）、原口∙俊（はらぐち∙たかし）、
田邊∙康之（たなべ∙やすゆき）

NHO 南岡山医療センター脳神経内科

【目的】急性膵炎患者は近年増加しており、人口10万人あたりの患者数は61.8人と推定さ
れている。急性膵炎の主な成因はアルコール性が一番多く32.5％、胆石性が25.8％、特発
性が19.1％とされている。神経筋疾患と膵炎に関しての報告は少なく、抗てんかん薬の副
作用としての膵炎が散見されるくらいである。しかし神経筋慢性期病棟ではときおり急性
膵炎患者を認めるためその頻度と原因を検討した。【方法】2018年9月から2023年8月ま
で当院神経筋病棟（116床）に入院していた患者で急性膵炎を発症した患者を拾い上げ、そ
の原疾患、発症の原因、リスクファクターを検討した。病棟は1年以上の長期入院患者が多
い。急性膵炎の診断は、「急性診断の診断基準　厚生労働省難治性膵疾患に関する調査研究
班　2008年」 に基づいた。【結果】5年間で8例の急性膵炎が発症していた。男性4名、女
性4名、平均年齢75.5歳。原疾患は、筋萎縮性側索硬化症4名、パーキンソン病関連疾患
2名、末梢神経障害2名。成因は総胆管結石2名、長期アルコール摂取1名、その他5名。
その他5名のうち3名は胆石を認めた。成因不明は2名。血中アミラーゼ値は平均763U/
L（42-132）、リパーゼは1075U/L（11-59）、CTでは全例が膵腫大を呈していた。臨床症
状は腹痛1名、食思不振1名、反応低下1名。他は発熱。以前の我々の検討では当院神経筋
病棟入院患者の37％に胆石を認めている。【結論】慢性期の神経筋疾患患者はコミュニケー
ションが困難な患者が多く、腹痛を訴えなくても急性膵炎をきたしていることがある。長
期臥床患者では胆石の保有率が高いため急性膵炎が多いと考えられた。抗てんかん薬使用
中の患者はいなかった。

P1-19-6
骨粗鬆症合併長期臥床症例における当院でのロモソズマブの使用経験
桐場∙千代（きりば∙ちよ）1、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）1、桑田∙敦（くわた∙あつし）1、大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）1、
伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）1、津谷∙寛（つたに∙ひろし）1、鈴木∙友輔（すずき∙ゆうすけ）2、篠本∙弘（しのもと∙ひろし）3、
佐野∙常昭（さの∙つねあき）3、松下∙朋弘（まつした∙ともひろ）3

1NHO あわら病院内科、2NHO あわら病院総合診療科、3NHO あわら病院放射線科

【背景】抗スクレロスチン抗体ロモソズマブは「骨折の危険性の高い骨粗鬆症」に適応を有す
る薬剤であり、骨形成促進と骨吸収抑制の両作用により骨密度を増加させ骨折リスクを低
下させる。また閉経後骨粗鬆症症例を対象としたFRAME試験において、ロモソズマブの
12 ヶ月投与後にデノスマブを継続した症例は骨折リスク低減とさらなる骨密度上昇が認め
られることが報告されている。【目的と対象】当院にてロモソズマブの12 ヶ月投与後にデノ
スマブを2年以上投与された骨粗鬆症合併長期臥床症例において、その臨床的有用性につい
て後方視的検討を行った。【 結果】解析対象症例は5名で全例日本骨代謝学会・日本骨粗鬆
症学会の診断基準における骨折の危険性の高い患者の基準を満たしていた。ロモソズマブ
治療開始前に比較しロモソズマブ治療後終了時には骨密度は有意な上昇を認め、デノスマ
ブ継続2年後においても骨密度はさらに有意な上昇を認め、経過中新たな脆弱性骨折、心血
管合併症および死亡を含む重篤なイベントの発症は認めなかった。また骨粗鬆症合併長期
臥床症例でのロモソズマブ先行投与のないデノスマブ治療群に比較するとその上昇は有意
に大であった。【結論】ロモソズマブからデノスマブへの継続は、これらの患者群で安全か
つ臨床的に認容しうる有効な治療の一つとなる可能性が推察された。

P1-19-5
味覚調整デバイスを用いた慢性期神経筋疾患患者4例の味覚変化の検討
野田∙成哉（のだ∙せいや）1、佐藤∙伸（さとう∙しん）2、南山∙誠（みなみやま∙まこと）1、久留∙聡（くる∙さとし）1

1NHO 鈴鹿病院脳神経内科、2NHO 鈴鹿病院言語療法士

【背景】慢性期神経筋疾患患者は経口摂取が可能な場合でも、流動形態の食事が基本となる
ことが多く、食事の工夫や代替策が臨床現場では求められている。近年、経皮電気刺激デ
バイスによる味覚の増強効果が報告され、減塩食への新たなアプローチとして注目されて
いる。健常者や生活習慣病等を中心に電気刺激を利用した減塩食の食事療法の研究が開始
されているが、慢性期神経筋疾患患者へ適応した研究は十分でない。【方法】当院に長期入
院中の慢性期神経筋疾患患者連続4例（デュシェンヌ型筋ジストロフィー 2例、筋強直性
ジストロフィー 1例、筋萎縮性側索硬化症1例）（男性3人、女性1人、平均年齢47.3 ± 
24.2歳）において、経皮電気刺激による味覚調整デバイスを使用・不使用の状態で、主食
を食べた前後に評価指標の変化があるかについてアンケート調査を行った。普段の主食の
形態は、ミキサー粥3例、全粥1例。いずれも食事中を含め24時間NIPPVを使用中であっ
た。【結果】経皮電気刺激による味覚調整デバイスの使用前後の変化について、塩味は増加
2例、不変2例、旨味 は増加3例、不変1例、酸味は不変4例、苦みは不変4例、甘味は増
加2例、不変2例であった。食感は不変3例、低下1例はであった。2例でデバイスの使用
により皮膚に違和感があったと答えた。また、2例でデバイスの使用により飲み込みやすく
なったと答えた。【考察】慢性期神経筋疾患患者において、経皮電気刺激による味覚調整デ
バイスの使用前後で、味覚変化が起こり、塩味、旨味、甘味については、味覚が増加する例、
飲み込みやすくなる例が存在する。

P1-19-4
馬尾症候群を契機に診断された仙骨原発悪性リンパ腫の一例
藤田∙洵也（ふじた∙じゅんや）1、黒田∙龍（くろだ∙りょう）2、角野∙萌（かどの∙もえ）3、北村∙樹里（きたむら∙じゅり）2、
檜垣∙雅裕（ひがき∙まさひろ）2、牧野∙恭子（まきの∙たかこ）2、渡邉∙千種（わたなべ∙ちぐさ）2、鳥居∙剛（とりい∙つよし）2

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター脳神経内科、 
3NHO 広島西医療センター血液内科

【現病歴】症例は70代男性、X年4月初旬より右臀部から右大腿後面外側に疼痛と異常感覚
を認めた。A病院で腰椎単純MRI検査を施行され異常は指摘されず、プレガバリン内服と
リハビリテーションによる治療を行った。4月中旬から同部の異常感覚が増悪し、排便・排
尿障害が出現した。B病院で脊椎単純MRI検査を施行され異常は指摘されず、当院脳神経内
科へ紹介となった。

【既往歴】左腰部帯状疱疹
【経過】腰部帯状疱疹後のElsberg症候群の可能性を考慮し腰椎穿刺を試みたが穿刺針の刺
入が困難であり施行できなかった。腰椎造影MRI検査を行い、仙骨S2・S3椎体に均一に濃
染される骨外へ膨隆する腫瘤を認めた。PET-CT検査で仙骨の腫瘤性病変と腸間膜リンパ節
に集積亢進を認め悪性病変が疑われた。仙骨の腫瘤性病変に対してCTガイド下針生検を行
いびまん性大細胞型B細胞リンパ腫と診断された。

【結語】馬尾症候群の鑑別疾患は整形外科疾患・悪性腫瘍・神経免疫疾患など多岐に渡る。
本症例は複数回の脊椎MRI検査が行われていたが、仙骨部が撮像範囲外で病変の指摘に至
らなかった。当院で行った腰椎造影MRI検査で初めて病変が指摘された、仙骨原発悪性リ
ンパ腫を原因とした馬尾症候群の一例を文献学的考察も踏まえて発表する。
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P1-20-3
高齢入所者の健康づくりのための新たなアプローチ～体操教室と栄養教室
のコラボレーション　第2報～
生和∙良の（せいわ∙よしの）、上田∙沙良（うえだ∙さら）

国立療養所栗生楽泉園栄養班

【目的】当園の入所者は5月現在32名、平均年齢90.0歳と高齢化が進んでいる。令和5年
度より、リハビリテーション科主催の体操教室とコラボレーションする形で、栄養士によ
る栄養教室を開始した。高齢入所者が現在の生活を長く継続できるように、楽しみながら
体力づくりをし、健康増進と身体機能の維持に繋げることを目的としている。1年を通して
実施した栄養教室についてアンケート結果を含め報告する。

【方法】体操教室は毎週木曜日、理学療法士が身体を動かす「いきいき体操」、作業療法士が
認知機能を意識した「しゃきしゃき体操」、言語聴覚士が口腔機能向上のための「かみかみ体
操」を合計40分程度実施している。体操教室と栄養教室を組み合わせる事で更なる健康増
進効果が期待できると考え、月1回体操教室の中で栄養士が「栄養バランス」や「各栄養素」、

「減塩」等をテーマに講話とクイズを行う栄養教室を実施した。また、初回参加者6名と最
終回参加者8名を対象に食事に関する意識調査のためのアンケートを実施した。

【結果】初回アンケートでは減塩や脱水予防を意識していないとの意見があったが、最終回
アンケートでは間食や水分補給を意識するようになったとの意見が聞かれ、食事への意識
の向上がみられた。また、栄養教室が入所者との交流の場となり食事の要望や感想、相談
等を聴くことが出来た。

【結論】入所者からはこのような機会があれば参加したいと好評の声もあり、栄養教室を継
続していくこことした。今年度は簡単な調理実習を取り入れ、楽しみながら参加出来る内
容を計画している。今後もリハビリテーション科と協働し、栄養面から入所者の健康増進
に貢献していきたい。

P1-20-2
石川県心不全地域連携パスにおける管理栄養士の取り組みと今後の課題
宍倉∙慶憲（ししくら∙よしのり）、丹羽∙正人（にわ∙まさと）、小林∙敏郎（こばやし∙としろう）、南部∙智子（なんぶ∙ともこ）、
鈴木∙望愛（すずき∙のあ）、成田∙里緒（なりた∙りお）、高田∙桜子（たかた∙さくらこ）

NHO 金沢医療センター栄養管理室

【はじめに】当院では2021年7月より、石川県心不全地域連携パスの導入に伴い、心不全患
者に対して多職種チームでの介入を開始した。患者の自己管理手帳や心不全の病態・療養
行動についての教材、療養期・生活期医療機関との連携を行うためのツールとして作成さ
れた石川県心不全地域連携パス・手帳（以下パス手帳）を用いて療養指導、退院支援等を実
施し、週1回の多職種カンファレンスにて退院に向けての課題について情報共有を行ってい
る。今回は、その中での管理栄養士の取り組みと今後の課題について報告する。【取り組み
内容】1.多職種カンファレンスにて収集した患者背景を元に患者・家族に対する栄養指導の
実施。2.サルコペニア評価のためのInBodyを用いた体組成評価の実施。3.栄養指導や入院
中の食事摂取状況等から挙がった栄養状態・療養行動の面での今後の課題について、療養
期・生活期医療機関にパス手帳を用いての情報提供。【今後の課題と展望】パス導入に伴い、
入院中の心不全患者に対して栄養指導を行う体制は確立できた。しかし、生活期医療機関
に通院する患者に対して、管理栄養士が不足している等の理由から継続的な栄養指導が出
来ていないという課題が挙がった。金沢市には、地域での栄養指導を担う栄養ケアセンター
があるため、現在、病院と栄養ケアセンターの管理栄養士とを結びつける体制の構築、統
一した栄養指導のための情報共有シートの作成を行っており、地域で継続的な栄養指導が
出来る体制を整えている。

P1-20-1
演題取り下げ

P1-19-8
ラットアルドステロン全身投与モデルにおける網膜血流及び網膜神経節細
胞数の検討　緑内障病態解明のための新たな動物モデルの可能性
和田∙康史（わだ∙やすし）、立花∙学（たちばな∙がく）

NHO 金沢医療センター眼科

【目的】アルドステロン全身投与が正常ラット眼の視神経乳頭血流と網膜神経節細胞数に及
す影響を検討すること。【方法】視神経乳頭血流はLSFG Micro（ソフトケア）を用いて血流
速度の指標であるMean blur rate（MBR）値を視神経乳頭周囲（直径1.37mmの領域）で測
定し、血管領域（MV）と組織領域（MT）に分けて評価した。20週齢ラットを用い、血圧と
脈拍測定（BP98A）後に腹腔内麻酔を行い、直後に右眼を散瞳し麻酔後20分でLSFGと眼圧

（TonolabTV02）測定を行った。その後、浸透圧ポンプを皮下に埋め込み80 μg/kg/day
でアルドステロン持続投与を行った。埋め込み後1、2、4週目に各測定を同様に行った（N 
= 13）。対照としてコントロール群にも同様の検査を行った（N = 9）。埋め込み5週間後
に網膜伸展標本にて各群の網膜神経節細胞数を評価した（N = 7）。【結果】両群ともに眼圧、
血圧、眼灌流圧と脈拍には経過中に有意な変化はみられなかった。アルドステロン群はMV
とMTはベースラインと比べて2、4週後に有意に低下した（MV: 2週後、P = 0.001, 4週
後、P ＜ 0.001　MT: 2週後、P = 0.02、4週後、P = 0.03）。コントロール群に有意な
変化はなかった。網膜神経節細胞数ではアルドステロン群（1342 ± 181 cells/mm2）は
コントロール群（1932 ± 107 cells/mm2）より有意に少なかった（P ＜ 0.001）。【結論】
アルドステロン全身投与は正常ラット眼で眼圧非依存性に視神経乳頭周囲の血流を低下さ
せ、網膜神経節細胞数を減少させる可能性がある。
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P1-20-7
PES報告を用いた栄養指導記録活用の実態調査
石橋∙聡（いしばし∙さとし）1、濱地∙菜 （々はまち∙なな）1、松下∙めぐみ（まつした∙めぐみ）1、江島∙英理（えじま∙えり）2

1NHO 佐賀病院栄養管理室、2NHO 佐賀病院内科

【目的】日本栄養士会は栄養診断とPES報告を栄養指導記録のアセスメントに記載すること
を推奨している。これによって解決すべき課題の明確化や効率的な情報共有が期待されて
いる。管理栄養士のPES報告による記載が、医師の診察に与えている影響を調査するべく
実態調査を行った。【方法】当院で栄養指導依頼が多い診療科の内科医（11人）と産婦人科医

（11人）を対象にアンケート調査を実施した。栄養指導記録やPES報告の確認状況、診察の
参考にしているか、指導記録において、困ったことはないか選択式、自由記述にて回答を
得た。【結果】回答は14人（63.6%）から得られた。栄養指導記録を見る6人、時々見る5人、
ほとんど見ない2人、全く見ない1人であった。次の診療時に参考しているかは、している
9人、時々している4人、していない1人であった。見るメリットは食事や生活の詳細が分
かる10人、管理栄養士としての視点から発見がある10人であった。PES報告を診療の参
考にしている6人、参考にしていない7人、無回答1人であった。その内、困った経験はな
い2人、表現が漠然としていて分かりにくい2人、よく知らない1名、PES報告の診断が誤っ
ている0名であった。【考察】指導記録を見るメリットに食事や生活の詳細が分かることと、
管理栄養士の視点から発見があると回答している医師が多かった。これらの記述が診療に
貢献していると考える。PES報告の表現が分かりにくいと回答があったが、記載する管理栄
養士も表現が分かりにくく、記入しづらいと、指摘している先行研究は多い。管理栄養士
視点の考えを、PES報告や指導記録に分かりやすく記述するスキルを今後も磨いていく必要
がありそうである。

P1-20-6
糖尿病患者の家族形態の違いにおける栄養指導の糖尿病改善効果への影響
について
渡邊∙佳奈（わたなべ∙かな）1、渡邉∙一礼（わたなべ∙かずなり）1、村上∙洋（むからみ∙ひろし）2

1NHO 弘前総合医療センター栄養管理室、2NHO 弘前総合医療センター糖尿病・内分泌内科

【目的】
糖尿病患者に対する管理栄養士の栄養指導は，食事内容や血糖値の改善に有効だと報告さ
れているが，必ずしも改善につながるとは限らず栄養指導で苦慮することも少なくない．
本研究では，より効果的な栄養指導を実践するため，栄養指導による糖尿病改善効果へ影
響する因子を調査した．

【方法】
対象は2022年4月から2023年3月の間に弘前総合医療センターに外来通院し，管理栄養
士による栄養指導を実施した糖尿病患者147名（男性69名，女性78名），年齢65.0歳±
13.1歳とした．本研究では家族形態に着目し，独居群（22名）と同居群（125名）に分け，
栄養指導初回と2回目における血糖値とHbA1cを比較した．

【結果】
栄養指導初回時点において，血糖値は独居群196±96mg/dl，同居群184±58mg/dl（P
＝0.584），HbA1cは独居群8.2±1.8％，同居群8.2±1.4％（P＝0.883）であり，とも
に群間差はなかった．同一群内における初回と2回目の比較について，独居群では血糖値，
HbA1cともに有意差は認められなかった．一方，同居群においては，血糖値に差はなかっ
たが（2回目180±57.4mg/dl，P=0.567），HbA1cは2回目8.0±1.2％と有意な減少が
認められた（P＜0.001）．

【考察及び結論】
独居患者においては他者の目が入りにくい上に，コスト面からも1人分の食事準備が困難な
ためにバランスの良い食事を継続し難いと考えた．同居患者は，本人のみでなく家族など
他者の協力が得られやすい環境から栄養指導後の数値改善につながったと考えられた．家
族形態の違いは栄養指導による糖尿病改善効果へ影響する因子となる可能性があり，家族
形態を考慮した栄養指導の実践が必要だと考えられた．

P1-20-5
糖尿病性腎症患者の身体組成の比較からみえた栄養指導の課題
鈴木∙望愛（すずき∙のあ）、丹羽∙正人（にわ∙まさと）、宍倉∙慶憲（ししくら∙よしのり）、成田∙里緒（なりた∙りお）、
高田∙桜子（たかた∙さくらこ）、南部∙智子（なんぶ∙ともこ）、小林∙敏郎（こばやし∙としろう）

NHO 金沢医療センター栄養管理室

目的:腎機能障害は骨格筋量の減少と密接に関連しており、腎機能低下とともに四肢骨格
筋量が低下するという報告があるが、糖尿病性腎症患者を背景とした報告は少ない。糖尿
病性腎症は血糖コントロール目的でエネルギー調整が必要な一方、腎症進行防止のために
たんぱく質や塩分の制限が必要な複雑な食事療法である。今回、糖尿病教育入院患者を腎
症の程度によって2群に分け、身体組成を比較し栄養指導における課題について検討した。
方法:2022年7月～ 2024年3月まで当院に糖尿病教育入院していた男性2型糖尿病患者
107名を対象とし、糖尿病性腎症なしと1 ～ 2期までをS群、3期以降をN群に分類して身
体組成の比較を行った。体組成分析はInbody s10を使用した。結果:S群（95例）/N群（12
例）の年齢は63±15.1/66±14.0歳、BMIは25.6±5.1/27.7±6.kg/m2、四肢骨格筋
指数（以下、SMI）は7.7±1.1/7.9±1.kg/m2で有意な差は見られなかったが、体脂肪率
は25.5±8.0/31.1±8.0％、体水分均衡は0.38±0.10/0.39±0.01でN群が有意に高
値だった（p＜0.05）。考察:両群とも体重やSMIに差はなく、糖尿病性腎症の進行における
骨格筋量の低下はみられなかった。糖尿病を合併した肥満患者はIADL低下、フレイル、転
倒をきたしやすく身体機能低下を招く報告がある。ステージが進行した糖尿病性腎症患者
は体脂肪率が高く、複雑な食事療法があるうえで骨格筋量を維持しながら体脂肪を減らす
指導が必要であると考えられた。結語:ステージが進行している糖尿病性腎症患者は、骨格
筋量は維持されているが体脂肪率が高い特徴があり、栄養指導では栄養素の制限だけでな
く、骨格筋量の維持・体脂肪の減量に対する指導が課題である。

P1-20-4
Personal Health Record（PHR）を活用した栄養指導が有効であった若年
1型糖尿病の一例
川口∙諒也（かわぐち∙りょうや）1、吾郷∙貴美香（あごう∙きみか）1、江川∙涼子（えがわ∙りょうこ）1、國安∙里衣（くにやす∙りえ）1、
江上∙紗希（えがみ∙さき）1、木本∙めぐみ（きもと∙めぐみ）1、森∙伸雄（もり∙のぶお）1、島津∙浩史（しまづ∙ひろし）2、
生天目∙侑子（なばため∙ゆうこ）2、鴻山∙訓一（こうやま∙くんいち）2、福永∙みちる（ふくなが∙みちる）2

1NHO 兵庫中央病院栄養管理室、2NHO 兵庫中央病院糖尿病内科

【背景】当院では外来通院中の糖尿病患者に対し、PHRを活用した栄養指導を行っている。
PHRを用いた個別栄養指導が有効であった症例を経験したため報告する。【症例】17歳男性。
2022年8月に1型糖尿病発症。当院で教育入院を行い、強化インスリン療法・リブレ導入・
カーボカウントを開始。HbA1c：6.2％、TIR：81％と血糖コントロール良好であったが、
発病初期であり血糖変動や受験のストレス等による不安感から登校困難が見られた。SAP
導入希望があり再入院となった。【経過】食事内容や糖質量把握のため自己管理支援アプリ
である「シンクヘルス」へ記録を開始した。栄養指導前日にシンクヘルスを確認すると糖質
量の把握に誤りがあり、タンパク質や脂質の多い食事内容が散見された。問題点を事前に
把握しておくことで的確な指導につなげることが可能となった。SAP導入時の入院期間中
は、シンクヘルスへ病院食の記録を実施した。調理担当者である母親とアプリを共有し食
事内容の見直しに活用した。退院後の食事記録を確認すると病院食を参考にした食事内容
へと改善が見られた。HbA1cは6％台を推移し、TIRは80 ～ 90％台を維持していた。【考
察】シンクヘルスを導入し食事を写真で記録することで食事内容や量の把握が容易にでき、
限られた時間内での栄養指導で具体的な支援が可能となる。また、従来の食事記録と比べ
患者の負担が軽減され、食事内容の振り返りに活用可能である。持続血糖測定機器と併用
して栄養指導を行うことで食事と血糖値の関係性の理解を促す上で効果的であると考える。
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P1-21-3
肝細胞癌におけるデュルバルマブ+トレメリムマブ併用療法のimAE発現
状況
田代∙早紀（たしろ∙さき）1、吉原∙涼子（よしはら∙りょうこ）1、平池∙美香子（ひらいけ∙みかこ）1、小園∙亜希（こぞの∙あき）1、
齋藤∙巨樹（さいとう∙おおき）1、湊本∙康則（みなもと∙やすのり）1、杉∙和洋（すぎ∙かずひろ）2

1NHO 熊本医療センター薬剤部、2NHO 熊本医療センター消化器内科

【目的】免疫チェックポイント阻害薬を安全で効果的に投与するためには、免疫介在性有害
事象（imAE）のコントロールが重要である。また、抗CTLA-4抗体併用療法は投与後早期に
imAEが発現することが報告されている。2023年3月、肝細胞癌に対してデュルバルマブ

（Dur）+トレメリムマブ（Tre）併用療法が承認され、熊本医療センター（当院）においても
レジメン登録を行い、治療を開始した。今回、肝細胞癌に対するDur+Tre併用療法において、
imAEへの早期介入方法を確立するため、imAE発現状況の調査を行った。

【方法】2023年5月から2024年3月までにDur+Tre併用療法が開始された症例を対象と
し、患者背景、imAEの症状及び発現時期、重症度、治療効果について電子カルテを用いて
後方視的に調査した。治療効果は投与8週後にRECIST ver1.1を用いて判定した。

【結果】対象は10例（男性7例、女性3例）、年齢中央値は78.5歳であった。imAEは5例に
全10件発現し、Grade3以上は6件（60％）であった。症状と発現時期は肝機能障害1件（29
日）、血小板減少1件（27日）、皮膚障害1件（29日）、下垂体・副腎機能障害2件（26日、
29日）、大腸炎1件（40日）であった。imAE発現症例の治療効果は、PR3件、PD2件であった。

【考察】今回、Grade3以上のimAE発現は、投与3週以降であった。当院は、投与4週後の
次回治療予定日にimAEの確認を実施しており、投与3週以内にimAEの初期症状が発現し
ている可能性が考えられた。そのため、投与2週以内にimAEを確認できるように検査日の
変更を行った。このことにより、さらにimAEに対し早期に対応できると考える。今後も調
査を継続し、imAEモニタリング及びマネジメントに繋げていきたい。

P1-21-2
IVCを圧排する巨大肝嚢胞に対して硬化療法を施行した1例
井上∙登士郎（いのうえ∙としお）1、瀧川∙政和（たきがわ∙まさかず）1、大森∙智子（おおもり∙ともこ）1、平川∙耕大（ひらかわ∙こうた）1、
浅野∙雄二（あさの∙ゆうじ）1、佐野∙達哉（さの∙たつや）2、菅野∙聡（すがの∙さとし）2

1NHO 相模原病院放射線科、2NHO 相模原病院消化器内科

症例は82歳男性。主訴は胸痛、下腿浮腫、息切れ。一般撮影で右横隔膜挙上が認められ、
精査目的に当院紹介受診。造影CT検査施行したところ、多発肝嚢胞を認め、肝右葉では
4896mL、肝左葉では2313mLの巨大肝嚢胞がみられた。右葉の嚢胞によるIVCの圧排
が原因と考えられたため、肝嚢胞硬化療法施行の方針となった。右葉の嚢胞へドレナージ
チューブ挿入後、緩徐に排液を行い、1週間後に硬化療法施行。1年後の経過では肝右葉で
は99%、肝左葉では98%の縮小率が得られており、症状の改善も得られている。肝嚢胞は
通常無症状であるが、巨大化により嘔気、嘔吐、腹痛、黄疸など有症状の場合は治療対象
となる。硬化療法前の急速な嚢胞の吸引による圧排解除は心臓への還流の増加により心不
全を引き起こすリスクがある。本症例では緩徐に吸引することでリスクを低減して硬化療
法を施行できたため、若干の文献的考察とともに報告する。

P1-21-1
A型肝炎ウイルス感染と関連した伝染性単核球症様症候群（Infectious 
Mononucleosis-like syndrome）の一例
小若∙未来登（こわか∙みくと）、藤原∙進太郎（ふじわら∙しんたろう）、川崎∙綾子（かわさき∙あやこ）、
古城∙真秀子（ふるじょう∙まほこ）

NHO 岡山医療センター小児科

【症例】11歳女児【主訴】微熱、黄疸、嘔吐【現病歴】X-11日から微熱と倦怠感が出現し嘔吐
をしていた。X-10日にパキスタンから日本に入国した。症状が持続しておりX日に前医を
受診し、血液検査で肝逸脱酵素上昇を認めたため精査加療目的に当院を紹介受診した。血
液検査で異型リンパ球10％と上昇を認め伝染性単核球症を疑い安静加療目的に入院した。
腹部エコーでは肝障害、黄疸を引き起こす構造異常や器質的疾患は指摘されず、肝脾腫も
認めなかった。翌日には肝逸脱酵素はピークアウトしていたため退院となった。その後外
来でのフォローアップでも再燃なく経過し、後日IgM-HAの陽性が判明しA型肝炎と診断し
た。【考察】A型肝炎はA型肝炎ウイルス（HAV）感染による一過性の急性肝炎であり、発熱、
倦怠感、黄疸、食欲不振、嘔吐などの症状を呈する。HAVの主な感染経路は糞便―経口感
染であり、糞便に汚染された水や食物の摂取などで感染するため上下水道の設備が不十分
など衛生環境の悪い地域で発生しやすい。本症例では明らかな感染源は不明であるものの
入国前から症状が出現しておりパキスタンで感染したものと考える。伝染性単核球症（IM）
はEBVの感染と関連するとされているが、EBV以外のウイルス感染によるIM様症候群の
報告は散見される。HAVによる症例報告もあり、本症例も異型リンパ球の増加を認めHAV
によるIM様症候群であったと考えられる。異型リンパ球が増加しIMを疑う状況でも、曝
露歴や流行地域への渡航歴がある場合にはHAV感染が背景にある可能性を考慮し検査を検
討すべきである。

P1-20-8
精神科外来患者における生活習慣・食習慣の体型への影響
丹野∙由梨（たんの∙ゆり）1、若松∙俊孝（わかまつ∙としたか）1、間瀬∙広樹（ませ∙ひろき）2、鬼塚∙俊明（おにつか∙としあき）3

1NHO 榊原病院栄養管理室、2NHO 長良医療センター薬剤部、3NHO 榊原病院精神科

【目的】Social Jetlag（以下SJL）、Eating Jetlag（以下EJL）と呼ばれる平日と休日の睡眠・
食事時間のずれと健康被害との関連が指摘されている。精神疾患患者では生活習慣が乱れ
ることが多く、SJL、EJL、生活習慣・食習慣と体型の関連性の調査により、今後の栄養
指導における評価ポイントを見出すことができると考えた。今回、栄養指導対象者におけ
るSJL、EJL、BMI、背景情報の関連を調査した。【方法】榊原病院に通院中の栄養指導患者
で、研究参加に同意を得られた49名を対象とした。栄養指導問診表を用いた聞き取りから
SJLとEJLを算出し、BMI、SJL、EJLの関連などを調べた。【結果】今回の調査では、BMIと
SJL、BMIとEJLに有意な相関は見られなかった。しかしSJLとEJLの時間に有意な相関を
認めた（0.42≦rho≦0.61, p＜0.002）。食事時間が毎日違うと答えた群（n＝23）は、同
じと答えた群（n＝26）に比べBMIが有意に高かった（p＝ 0.004）。朝食摂取（-）群（n＝5）
は朝食摂取（+）群（n＝44）よりもBMIが高い傾向を認めた（p＝0.051）。清涼飲料水・炭
酸飲料・市販飲料の摂取（+）群（n＝29）は摂取（-）群（n＝20）よりBMIが有意に高かった

（p＝0.034）。採血データ、服薬状況とBMIに有意な相関は認めなかった。【考察】本研究
ではSJL、EJLとBMIに有意な相関はなく、統計学的に体型への影響を認めなかった。一方、
SJLとEJLの間に有意な相関を認めたことから、食事時間と睡眠時間の関連が示唆された。
精神疾患において睡眠は重要な要因であり、食事内容に加えて食事時間のばらつきを少な
くすることで睡眠時間が一定となり、そのような指導が症状安定や生活習慣・食習慣の改
善に寄与する可能性が示唆された。
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P1-21-7
膵胃吻合の貫入膵断端出血に対してgel immersion endoscopyで止血を
得た1例
梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、末永∙雅也（すえなが∙まさや）、近藤∙尚（こんどう∙ひさし）、多代∙充（たしろ∙みつる）、
稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、横山∙由依（よこやま∙ゆい）、印牧∙弘貴（かねまき∙ひろたか）、清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、
羽田∙拓史（はだ∙たかし）、田中∙健太（たなか∙けんた）、冨永∙奈沙（とみなが∙なさ）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、
宇野∙泰朗（うの∙やすお）、服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、島田∙昌明（しまだ∙まさあき）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【症例】60歳代、女性。High-risk stigmataの所見を伴う膵体部IPMNの術前診断で膵中央
切除術（MP-B-2）を施行した。膵胃吻合は胃前壁切開口より直視下にマットレス縫合4針を
用いた貫入法でおこない、止血を確認して終了した。術後第1病日に胃管からの排液が血性
に変化したために精査を施行した。循環動態は安定しており、ヘモグロビン 10.7 g/dLと
術後からの低下は認めなかったが、造影CT検査で貫入した膵断端部にextravasationの所
見を認め、膵胃吻合部からの膵切除後出血と診断した。緊急上部消化管内視鏡を施行した
ところ、胃内に大量の血腫を認め、膵断端周囲の血腫を除去すると膵断端からの動脈性の
出血を認めた。視野確保は困難で、出血点の焼灼に難渋したことから、ビスコクリアRを用
いたgel immersion endoscopyに移行した。gel immersionによって一時的に動脈性の
出血が抑えられたことで出血点の同定が可能となり、焼灼によって止血を得た。止血後は
濃厚赤血球2単位と新鮮凍結血漿4単位を輸血したが、再出血なく退院した。【考察】2020
年10月に市販化されたビスコクリアRは電気メスの使用が可能なゲル状の製品で、消化管
出血に対する止血時の有用性が報告されている。今回、gel immersion endoscopyを膵
胃吻合の貫入膵断端出血における止血に応用し有用であった。

P1-21-6
噴門側胃切除術後（double tract再建）の総胆管結石に対して大腸用スラ
イディングチューブを併用しEST/結石除去を施行した一例
深水∙一磨（ふかみ∙かずま）、日野∙直之（ひの∙なおゆき）、叶∙晶嘉（かのう∙あきよし）、権藤∙佳澄（ごんどう∙かすみ）、
大山∙格（おおやま∙ただし）、朝永∙道人（ともなが∙みちと）、行元∙崇浩（ゆきもと∙たかひろ）、田中∙雄一郎（たなか∙ゆういちろう）、
有尾∙啓介（ありお∙けいすけ）、綱田∙誠司（つなだ∙せいじ）

NHO 嬉野医療センター教育研修部

症例は84歳男性．X-2年に胃噴門部癌に対して腹腔鏡下噴門側胃切除術，double tract再
建を施行された．X年10月19日に夕食後の腹痛で救急搬送された．血液検査で肝胆道系
酵素の上昇を認め，腹部造影CTで総胆管結石と胆管拡張を認めた．軽症であったため抗菌
薬（レボフロキサシン500mg/day）の内服加療を行い，X年11月15日に総胆管結石の治
療のため当科入院となった．16日にERCPを施行した．大腸内視鏡（PCF-H290TI；オリン
パス社）に大腸用のスライディングチューブ（ST-CB1；オリンパス社）を装着し，再建腸管
を通過し胃前庭部まで挿入した．大腸内視鏡を抜去し，スライディングチューブに側視鏡

（JF-260V；オリンパス社）を挿入し，十二指腸乳頭部まで到達した．胆管造影を施行する
と10mm大の結石を認め，EST/結石除去を施行した．術後明らかな合併症なく，第9病日
に退院となった．噴門側胃切除術，double tract再建後のERCP症例の報告は少なく，ス
ライディングチューブを用いて安全に十二指腸に到達しERCPを完遂できた貴重な症例と思
われ，若干の文献的考察を行い報告する．

P1-21-5
脈絡膜悪性黒色腫の遅発性肝転移再発に対して肝切除術を施行した2例
横山∙由依（よこやま∙ゆい）、末永∙雅也（すえなが∙まさや）、多代∙充（たしろ∙みつる）、稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、
印牧∙弘貴（かねまき∙ひろたか）、清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、羽田∙拓史（はだ∙たくみ）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、
田中∙健太（たなか∙けんた）、冨永∙奈沙（とみなが∙なさ）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、
服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【緒言】脈絡膜悪性黒色腫の肝転移に対して確立された治療はなく、外科的切除の報告も少
ない。【症例1】78歳、男性。10年前に左脈絡膜悪性黒色腫に対して経瞳孔的温熱療法を施
行。今回、肝腫瘤を指摘され精査を施行した。造影CTでS8/7に43 mm大の早期から濃
染される腫瘍を認めた。EOB-MRIとPET-CTで他に遠隔転移は認めず。悪性黒色腫の肝転
移再発の診断で腹腔鏡下肝部分切除術を施行した。病理組織学的検査で悪性黒色腫の肝転
移と診断したが、主病巣から3 cm離れた肝実質にも微小な腫瘍胞巣が散在しており微小転
移巣の遺残が疑われた。遺伝子パネル検査を提出し経過観察の方針としたが、術後6 ヶ月
で多発肝転移再発が顕在化した。免疫チェックポイント阻害剤を開始したが病勢は進行し、
術後8 ヶ月でBSCの方針となった。【症例2】11年前に左脈絡膜悪性黒色腫に対してガンマ
ナイフ、10年前に左眼球摘出を施行。経過観察中に肝腫瘍を指摘され精査を施行した。造
影CTで肝S7/8に造影効果を伴う11 mmの腫瘍を認めた。他に多発病変は認めず悪性黒
色腫の肝転移再発の診断で腹腔鏡下肝S7/8部分切除術を施行した。術中超音波検査で主病
変の内尾側に3 mmの腫瘍を認め、2か所の肝転移の術中診断で同部を含めてマージンを
確保して標本を摘出した。病理組織学的検査で2か所の悪性黒色腫の肝転移と診断し根治切
除を確認した。遺伝子パネル検査を提出し、術後5 ヶ月で無再発経過観察中である。【結語】
脈絡膜悪性黒色腫の肝転移は予後不良と報告されており、術後に粟粒病変の診断に至った
症例1は予後不良であった。一方で、肝切除術を含む集学的治療が予後に寄与した報告もあ
り、症例を蓄積しての検討が必要である。

P1-21-4
同時性両葉多発肝転移を伴う大腸癌に対しTwo stage hepatectomyを
施行した1例
坂本∙和彦（さかもと∙かずひこ）1、山本∙常則（やまもと∙つねのり）1、鈴木∙有十夢（すずき∙あとむ）1、吉田∙晋（よしだ∙しん）1、
村上∙雅憲（むらかみ∙まさのり）2、長島∙由紀子（ながしま∙ゆきこ）1、矢原∙昇（やはら∙のぼる）1、吉野∙茂文（よしの∙しげふみ）1

1NHO 関門医療センター外科、2NHO 関門医療センター心臓血管外科

緒言：両葉多発肝転移を伴う切除不能進行大腸癌に対して、化学療法後に肝左葉病変の部
分切除と右門脈塞栓を行い、2期的に肝右葉切除（Two stage hepatectomy, TSH）を施
行し、最終的に原発巣切除を行いR0が得られた症例について報告する。症例：50歳代、
女性。下血を認め当院を受診。大腸内視鏡検査でS状結腸に2型病変を認め生検で腺癌の
診断であった。CT検査で肝臓に最大径11cm、両葉に少なくとも25か所の腫瘍性病変を
認め、多発肝転移と診断した。生命予後因子は肝転移と判断し化学療法（mFOLFOX6+ 
bevacizumab）を開始した。6コース後、肝転移の著明な縮小を認めた。主病変は右葉で
あり肝左葉には9個の肝転移が存在したため、肝左葉の部分切除と右葉切除を計画した。し
かし左葉の残肝は45％であり9か所の部分切除を施行した場合、さらに残肝が減少するこ
とを考慮し、2期的肝切除を行うこととした。まず左葉の9か所の部分切除と経回腸静脈右
門脈塞栓術を施行し、10週後に肝右葉切除術を施行した。2期的肝切除から9週後に腹腔
鏡下高位前方切除術を施行した。病理学的に肝転移は大部分が壊死に陥っていた（治療効果
Grade2）。原発巣は腺癌の遺残はなく完全に線維化しており（治療効果Grade3）、リンパ
節3個に癌細胞の遺残を認めた。初回治療より3年6カ月経過し現在無再発生存中である。
結語：根治切除不能の大腸癌であっても化学療法によるconversionを視野に見据えてフォ
ローアップする必要がある。両葉多発肝転移は残肝容量などの点から切除不能と判断され
ることがあるが、門脈塞栓併用TSHにより切除適応の拡大がもたらされる。
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P1-22-3
集学的治療により長期生存を得ている肺の混合型大細胞神経内分泌癌およ
び腺癌の一例
出水∙みいる（いずみ∙みいる）、片平∙雄之（かたひら∙かつゆき）、合瀬∙瑞子（おうせ∙みずこ）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器科

症例は62歳男性。X-9年に健診で胸部X線写真異常を指摘され同年6月に当科を受診した。
同年9月に胸腔鏡補助下生検を行い混合型大細胞神経内分泌癌および腺癌と診断。ステージ
はIII期と判断し同年10月-X-8年2月まで放射線化学療法（CDDP+VP16）を実施した。し
かしX-8年6月には左副腎転移が発見され、オリゴメタであったため除去手術を施行した。
その後、X-8年8月には左大殿筋転移・脳転移が出現しCBDCA+TS1により化学療法を実
施した。4コース後の判定でPDとなりX-8年10月に脳転移に対してγ-knifeを行った後に
Nivolumabを開始した。病状は安定していたが42コース後のX-6年7月に腹腔内リンパ節
腫大でPDとなり、DOC+RAMによる化学療法を実施した。しかし薬剤性肺炎で中止とな
りステロイド治療を要した。薬剤性肺炎は改善し、X-6年11月にAtezolizumabを開始し
たが3コース終了後に骨盤内リンパ節は増大傾向となり、同部位に放射線治療（3Gy x 13
回）を実施した。その後Atezolizumabを継続したところ効果を認め、X年5月の時点で93
コース実施され、病勢の悪化はなく、PSも良好で日常生活を比較的元気におくれている。
集学的治療により長期に生存を得られている混合型大細胞神経内分泌癌および腺癌の症例
を経験したので若干の文献的考察を加えて報告する。

P1-22-2
CBDCA, nab-PTX, pembrolizumab併用化学療法が奏功し, 手術療法を
施行できた肺扁平上皮癌の1例
岡野∙義夫（おかの∙よしお）1、南城∙和正（なんじょう∙かずまさ）2、新居∙香織（にい∙かおり）1、松村∙有悟（まつむら∙ゆうご）1、
門田∙直樹（かどた∙なおき）1、町田∙久典（まちだ∙ひさのり）1、畠山∙暢生（はたけやま∙のぶお）1、成瀬∙桂史（なるせ∙けいし）3、
日野∙弘之（ひの∙ひろゆき）2、竹内∙栄治（たけうち∙えいじ）1、先山∙正二（さきやま∙しょうじ）2

1NHO 高知病院呼吸器内科、2NHO 高知病院呼吸器外科、3NHO 高知病院臨床検査部

進行非小細胞肺癌に対する治療としては, プラチナ併用化学療法と免疫チェックポイン
ト阻害薬との併用療法が推奨されている。今回, 我々は, 切除不能局所進行肺扁平上皮癌
に対して, CBDCA, nab-PTX, pembrolizumab併用化学療法を施行し, 腫瘍縮小を確認
した後に手術療法を施行した症例を経験した。症例は, 年齢75歳, 男性, PS 1, 扁平上皮
癌, 臨床病期は, T3N2M0 c-stageIIIB期, PD-L1 TPS 5%に対してCBDCA, nab-PTX, 
pembrolizumab併用化学療法を2コース投与し, 腫瘍の縮小が得られたために手術療法を
施行した。切除した左肺上葉の切除標本からは, 腫瘍細胞は確認されず, Ef.3と考えられた。
CBDCA, nab-PTX, pembrolizumab併用化学療法が奏功し, 残存腫瘍を認めず, 現在まで
再発していない症例を経験したので報告する。

P1-22-1
当院における80歳以上の肺癌患者に対する治療方針の検討
田中∙佳人（たなか∙よしひと）1、山本∙勝丸（やまもと∙かつまる）1、下山∙亜矢子（しもやま∙あやこ）1、野呂∙千鶴（のろ∙ちづる）2、
小林∙朱美（こばやし∙あけみ）2、中川∙英之（なかがわ∙ひでゆき）1

1NHO 弘前総合医療センター呼吸器内科、2NHO 弘前総合医療センター診療情報管理室

【目的】原発性肺癌は年齢が高くなるほど罹患率が上昇し、75歳以上では人口10万人あた
り500人を超える。高齢になるほど患者は増えるが、合併症の増加、全身状態の悪化によ
り治療が制限されることも多く、若年者と同じ治療を選択できないことがある。

【方法】2023年4月から2024年3月に当院で肺癌と診断された80歳以上の患者について、
選択された治療方針を後ろ向きに検討した。

【結果】2023年4月から2024年3月に当院で肺癌と診断された120例のうち、80歳以上
は50例だった。そのうち3例が手術を、8例が根治的放射線治療を受け、22例は化学療法
を受けられた。一方で、17例は積極的治療を行わずに緩和治療が主体であった。積極的治
療を断念した理由は、5例が全身状態不良（PS 3以上）、2例が本人の希望だった。1例は家
族の介護サポートが得られず治療を断念した。また、9例は気管支鏡検査や全身検索などの
精査を希望されなかった。

【結論】治療選択肢が増えたことにより、80歳以上の高齢者であっても治療を受けられる患
者が多かった。一方で精査を希望されない患者もいた。精査、治療を前向きに考えていた
だけるよう、個人に合った治療を提案していきたい。

P1-21-8
術前診断で漿液性嚢胞腫瘍との鑑別が困難であった成人発症膵芽腫の1例
印牧∙弘貴（かねまき∙ひろたか）、末永∙雅也（すえなが∙まさや）、多代∙充（たしろ∙みつる）、稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、
横山∙由依（よこやま∙ゆい）、清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、羽田∙拓史（はだ∙たかし）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、
田中∙健太（たなか∙けんた）、冨永∙奈沙（とみなが∙なさ）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、
服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【緒言】膵芽腫は主に小児に好発する稀な膵腫瘍で、成人発症は極めて稀である。【症例】37
歳男性。上腹部痛を主訴に急性膵炎と診断され、当院へ紹介となった。CT検査で膵頭部に
比較的境界明瞭な47 mmの腫瘍を認め、淡い造影効果を伴う被膜と内部の充実成分、辺縁
主体の多発小嚢胞成分を認めた。腫瘍尾側の主膵管は拡張し、膵実質の腫脹と周囲脂肪織
濃度の上昇を認めた。MRI検査で腫瘍内にT2強調画像で高信号の多発嚢胞成分を認めたが、
充実成分のADC mapは低信号であった。超音波内視鏡検査で境界明瞭な類円型の腫瘍の
内部には辺縁主体の多発嚢胞が描出され、充実成分は低から高エコーのモザイク状で血流
信号を認めた。非典型的な所見も認めるがmicrocystic type の漿液性嚢胞腫瘍と臨床診断
し、膵炎の合併と悪性腫瘍を否定し得ないことから亜全胃温存膵頭十二指腸切除術を施行
した。摘出標本で膨張性に発育する灰白色調の充実性腫瘍を認め、嚢胞成分には漿液性の
液体を認めた。病理組織学的検査で類円形核をもつ腫瘍細胞増殖像と一部に腺房状構造や
腺管構造を認め、腫瘍内部にはsquamoid nestが散見された。免疫組織学的にbcl-10と
S-100は広範に陽性、Ki-67 標識率は40%で膵芽腫（T3, N0, M0, Stage IIA）と診断した。
術後経過は良好で、多職種チームで検討の上で術後補助化学療法（シスプラチン＋ドキソル
ビシン）を開始した。【結語】若年成人の充実成分と嚢胞成分が混在する腫瘍においては、極
めて稀であるが膵芽腫も鑑別に挙げる必要がある。膵芽腫は高齢発症ほど予後不良とされ
ており、集学的治療の検討が望まれる。
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P1-22-7
ICI治療した胸部悪性腫瘍重複癌の4例
柿原∙野里花（かきはら∙のりか）、中富∙克己（なかとみ∙かつみ）、高尾∙大祐（たかお∙だいすけ）、小宮∙一利（こみや∙かずとし）、
佐々木∙英佑（ささき∙えいすけ）

NHO 嬉野医療センター呼吸器内科

【背景】肺癌や悪性胸膜中皮腫など胸部悪性腫瘍は現状でも予後不良な疾患であるがICIの登
場により長期生存例を経験する様になってきた。ICIで原疾患は長期病勢維持されるも重複
癌の治療に難渋する症例を数例経験したので報告する。【症例】症例1：肺腺癌治療中に大腸
癌を合併した症例。20XX年5月、肺腺癌3期と診断。CBDCA+NabPTX+TRT施行後に再
発認め、 Pembrolizumab+CBDCA+PEM施行。IrAE対応後ICI休薬としたが2年後に大腸
癌を発症。左半結腸切除術施行も肝転移再発しFOLFOX+BEV開始となった。肺腺癌に関
しては4年6か月無再発である。症例2： 悪性胸膜中皮腫と胃癌を合併した症例。20 XX年
11月悪性胸膜中皮腫を診断、同時に胃癌を診断された。IPI+NIVO開始。NIVO#17後2
年以上の経過も胸椎浸潤進行でPD。胃癌は一時CRとなったが経過中に再燃しEMRで切除
できた。症例3：乳癌術後に右肺腺癌治療中に左肺扁平上皮癌を合併した症例。肺癌術後に
20XX年10月肺内転移で再発、NIVO導入した。右肺病変は数年間病勢維持出来たが、左
肺内に新規病変出現、NIVIO再開も増悪認め、乳癌再発疑い切除。左肺扁平上皮癌の診断
となった。症例4：右肺小細胞癌治療後に悪性胸膜中皮腫を合併した症例。20XX年12月
脳転移切除後に肺小細胞癌と診断、CBDCA+VP-16+Durvalumab導入した。原発巣はCR
と評価され約2年経過中、左胸腔内悪性腫瘍が増悪。小細胞肺癌再燃と考えたが胸腔鏡で悪
性胸膜中皮腫の最終診断となった。【結語】以上4例に若干の文献的考察を加え報告する。

P1-22-6
当院における71歳以上の進展型小細胞肺がん患者に対するカルボプラチ
ン+エトポシド+アテゾリズマブ療法の後方視的検討
河角∙敬太（かわかど∙けいた）、貴谷∙夏州（きたに∙かしゅう）、柳川∙崇（やながわ∙たかし）

NHO 浜田医療センター呼吸器内科

【緒言】IMPOWER133試験においてECOG PS 0-1の進展型小細胞肺がん患者に対し、カ
ルボプラチン+エトポシド+アテゾリズマブ療法がカルボプラチン+エトポシド療法と比
較して全生存期間（12.3 ヶ月 VS 10.3 ヶ月）、無増悪生存期間（5.2 ヶ月 VS 4.3 ヶ月）を
ともに延長させることが示された。本邦で一般的に小細胞肺がんにおいて高齢とされる71
歳以上でも有効性、安全性を検討する必要がある。【方法】当院において2019年8月から
2024年4月の間でカルボプラチン+エトポシド+アテゾリズマブ療法を使用された71歳
以上の進展型小細胞肺がん患者において有効性と安全性を診療録から後方視的に検討した。

【結果】症例は7例が該当した。年齢の中央値は75歳（71-84歳）、全例が男性であった。治
療開始時のECOG PSは全例1であった。全生存期間の中央値は11.9 ヶ月（5.3-20.8 ヶ月）
で、無増悪生存期間の中央値は5.9 ヶ月（3.7-7.4 ヶ月）であった。最良効果判定は全例で部
分奏功であった。CTCAE Grade 3以上の有害事象は1例でGrade 4の好中球減少症を生
じたのみであった。薬剤性肺障害をきたした症例はなかった。【考察】当院における71歳以
上の進展型小細胞肺がん患者に対するカルボプラチン+エトポシド+アテゾリズマブ療法
の有効性はIMPOWER133試験と遜色なく、安全性に関してもCTCAE Grade 3以上の有
害事象は1例のみであった。今後症例数を増やして検討する必要がある。【結語】71歳以上
の進展型小細胞肺がん患者においてもカルボプラチン+エトポシド+アテゾリズマブ療法
は治療選択肢となりうる。

P1-22-5
気胸を契機に発見された肺嚢胞壁に発生した扁平上皮癌の1例
野田∙翔平（のだ∙しょうへい）1、大塚∙将平（おおつか∙しょうへい）2,3、平岡∙圭（ひらおか∙けい）2,3、岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）2,3、
木村∙伯子（きむら∙のりこ）4、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）3、高橋∙亮（たかはし∙りょう）3、本谷∙康二（ほんたに∙こうじ）3、
丹羽∙弘貴（にわ∙ひろき）3、小室∙一輝（こむろ∙かずてる）3、大原∙正範（おおはら∙まさのり）3

1NHO 函館病院臨床研修医、2NHO 函館病院呼吸器外科、3NHO 函館病院外科、 
4NHO 函館病院病理診断科

【緒言】気腫性肺嚢胞は肺癌の危険因子の一つとされているが，自然気胸を契機として発見
される例は稀である． 【症例】56歳でBI=780の喫煙歴のある男性．呼吸苦を主訴に来院．
胸部単純X線写真にて右2度気胸を認め，胸腔ドレーンを挿入し保存加療の方針とした．し
かし，エアリークが遷延し，CT検査にて右肺S6に50mm大の嚢胞を認めたため入院後5
日目に手術を行った．胸腔鏡で観察すると右肺S6に責任病変と思われる肺嚢胞を認め，胸
腔鏡下肺嚢胞切除術を施行した．術後は順調に経過し術後8日目に退院となった．術後病理
検査では，嚢胞内腔面に異形扁平上皮細胞と核分裂像を有する肺扁平上皮癌を認めた．切
除断端は陰性で，脳MRI検査，PET-CT検査では転移は認めず，根治切除を希望しなかった
ため経過観察の方針となった．術後10 ヶ月の画像検査では明らかな再発は認めず，慎重に
経過観察中である．【考察】気腫性肺嚢胞に合併する肺癌の頻度は高いとされているが，破
裂して気胸に至る例は稀である．本症例は術後10 ヶ月で明らかな再発は認めていないが，
肺嚢胞に合併する肺癌は予後不良例が多く、遠隔転移をきたす例もあるため，今後も慎重
な経過観察が必要である．【結語】今回、比較的稀な，気胸を契機に発見された肺嚢胞壁に
発生した扁平上皮癌の1例を経験したので報告する．

P1-22-4
胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1切除例
饒平名∙知史（よへな∙ともふみ）1、川畑∙大樹（かわばた∙ひろき）1、星野∙浩延（ほしの∙ひろのぶ）1、
仲宗根∙尚子（なかそね∙しょうこ）1、河崎∙英範（かわさき∙ひでのり）1、熱海∙恵理子（あつみ∙えりこ）2

1NHO 沖縄病院外科、2NHO 沖縄病院病理診断科

【はじめに】胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍はWHO分類第5版（2021年）で,その他の腫瘍
として新たに分類された疾患概念である.これまではSMARCA4欠損型胸部肉腫として報告
されてきたが,喫煙関連肺癌と類似した遺伝子背景を持つことからWHO分類第5版改定の
際,肺の上皮性腫瘍の一型として追加された.縦隔や肺門を主座として発生する頻度が高い
が,肺内もしくは胸膜病変として発生することもある.また,悪性度は高く,発見時には既に
転移している場合が多い為, 非常に予後不良とされている.今回,検診で発見され完全切除可
能であった胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1例を経験したので報告する.【症例】66歳,男
性.職場検診の胸部XP検査で左下肺野に結節影が指摘され胸部CT検査施行.左下葉に最大
径26mmの腫瘤が認められた為,当院紹介となった.気管支鏡検査で確定診断に至らなかっ
たが,PET精査で左下葉腫瘍はSUVmax=14.48のFDG集積を呈しており,SUVmax=4.55
の集積を伴う#4LN腫大も認められた.全身精査で左肺癌（疑い）,cT1cN2M0,stage IIIAと
診断,耐術能は保たれていた為,胸腔鏡下左下葉切除,リンパ節郭清術を行った.病理検査で
異型細胞はTTF-1（-）,Napsin A（-）,p40（-）,SMARCA4欠失（+）で胸部SMARCA4欠損
未分化腫瘍と胸部SMARCA4欠損非小細胞肺癌が鑑別にあがったが,AE1/AE3（ごく一部
+）,CD34（+）,SALL4（一部+）,claudin4（-）より,胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍との診断
になった.病理病期はpT1cN2M0,stage IIIAであったが,有効な薬物療法レジメがなく術後
補助化学療法は行わない方針とした.現在, 術後5 ヵ月経過しているが,無再発にて外来フォ
ロー中である.【結語】胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍に対して完全切除が可能であった一例
を報告した.
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P1-23-3
墜落外傷により髄液耳漏となった1例
川口∙昌祐（かわぐち∙まさよし）1、遠藤∙将吾（えんどう∙しょうご）2、金子∙貞洋（かねこ∙さだひろ）2、森島∙穣（もりしま∙ゆたか）2、
小松田∙健人（こまつだ∙けんと）3、藤岡∙純（ふじおか∙じゅん）4、狩野∙真利（かのう∙まさとし）4

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター脳神経外科、 
3NHO 北海道医療センター耳鼻咽喉科、4NHO 北海道医療センター統括診療部

【背景】高所からの墜落外傷を契機に髄液耳漏を来した症例を経験したので、報告してその
管理方法について考察する。【症例】50代 男性【現病歴・経過】屋根からの雪下ろし作業中に
2.5mの高さから墜落して全身を強打したため当院に救急搬入された。搬入時、左優位の両
側聴力低下と回転性眩暈あり、右耳から血液混じりの髄液様液体が持続的に流出していた。
単純CTを撮像したところ、両側シルビウス裂にくも膜下出血、両側小脳半球と左前頭葉に
脳挫傷、少量の気脳症、両側乳突洞内に液貯留を認めた。骨条件で両側側頭骨と後頭骨に
複雑な骨折を認めた。側頭骨の骨折線は両側内耳道並びに左蝸牛を横断していたが、耳小
骨連結は両側ともに保たれていた。その他、胸腰椎に多発骨折を認めた。保存的加療のた
め入院とした。その後、頭蓋内血腫の増量はなく、右髄液耳漏はセミファーラー位での安
静のみで停止したが、5病日から微熱と項部硬直が出現したため腰椎穿刺で髄液を採取した
ところ細胞数上昇と糖低下を認め、細菌性髄膜炎の判断でCTRXの点滴静注を開始した。以
降、解熱して項部硬直も軽快した。胸腰椎骨折は硬性コルセットを装着して圧潰の進行を
認めなかったため、34病日に杖歩行のADLで自宅退院となった。【考察】外傷性髄液耳漏は
側頭骨骨折により頭蓋内と中耳腔に交通が生じることにより発生する。その50-80％は1-3
週間以内に自然停止するが、持続するようであれば開頭による硬膜裂傷部の閉鎖を要する。
手術のアプローチは経乳突法、経中頭蓋窩法があり、損傷部位や範囲などを加味して選択
する。髄液腔と外界に交通が生じた場合は髄膜炎のリスクが高まるものの、予防的な抗菌
薬投与は推奨されていない。

P1-23-2
刃物による頭部穿通性外傷の1例
今林∙悠大（いまはやし∙ゆうだい）、遠藤∙将吾（えんどう∙しょうご）、金子∙貞洋（かねこ∙さだひろ）、森島∙穣（もりしま∙ゆたか）

NHO 北海道医療センター臨床教育研修部

【背景】穿通性脳損傷は、頭部外傷の中でも非常に稀である。今回、刃物による穿通性頭部
外傷を経験したため、その経過を報告する。【症例】59歳女性。【現病歴】勤務中に暴漢に刃
物で襲われ、頭部と右手首を切り付けられた。当院搬入時、JCS 1の意識障害と軽度の運動
性失語あり、頭部に9cm程度の切創があり出血が持続していた。頭部CTを撮影したところ、
側頭骨の陥没骨折とそれに連続して18×44 mmの脳内血腫を認めた。【治療経過】頭部切
創に対して縫合処置後、搬送から2時間後に撮影した頭部CTで血腫の拡大がなかったため、
当初は保存的加療の方針とし、厳重に経過観察した。しかしながら翌日の朝にJCS 10と意
識障害が進行したため、頭部CTを撮影したところ血腫の拡大と脳浮腫の悪化を認め、緊急
で開頭血腫除去と減圧開頭を施行して、術後から抗浮腫療法を行った。脳腫脹の改善を待っ
て、自家骨による頭蓋骨形成術を施行した。軽度の運動性失語と右片麻痺が残存したが、
自宅での生活は十分可能と考えられたため自宅退院した。【考察】穿通性頭部外傷は、CTや
MRIでの血管損傷の評価が必要である。今回は、主要な動静脈に損傷なく搬送直後と2時間
後で血腫の増大はなかったため、初期治療として緊急手術は行わなかった。また、穿通性
頭部外傷では頭蓋内感染のリスクから早期の創部の郭清と抗菌薬投与が求められる。今回
は保存治療から開始し、抗菌薬投与のみを行った。入院中や退院後の経過を含め、感染徴
候はなかったが、遅発性の感染に注意して今後もフォローの必要がある。

P1-23-1
ハードサインを認め、緊急手術を行った頸部刺創の1例ハードサインを認
め、緊急手術を行った頸部刺創の1例
香川∙拓美（かがわ∙ひろみ）1、小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）1,2、吉見∙龍二（よしみ∙りゅうじ）3、
松本∙浩平（まつもと∙こうへい）3、小牧∙萌絵（こまき∙もえ）2、山田∙成美（やまだ∙なるみ）2、藤原∙紳祐（ふじわら∙しんすけ）2、
内藤∙愼二（ないとう∙しんじ）1

1NHO 嬉野医療センター教育研修部、2NHO 嬉野医療センター救急科、 
3NHO 嬉野医療センター耳鼻いんこう科

【背景】頸部外傷において緊急度が高い病態は、気道緊急と大量出血とされる。特に活動性
出血や創部からのバブル、皮下気腫などのハードサインを認めた場合は主要血管や気管食
道損傷を疑い、緊急で直視下のneck explorationが必要とされている。今回、自傷による
多発刺創で救急搬送され、ハードサインを認め、緊急手術を行い救命し得た1例を経験した
ため報告する。【症例】うつ病治療中の45歳女性。自室布団上に血まみれで倒れているとこ
ろを発見され救急要請、当院搬送となった。病着時、Stridorを聴取し、会話不可、意識レ
ベル：GCS E1V1M1、呼吸数：16/分、心拍数：118/分、血圧測定不可、SpO2：96％

（O2 10L下）の状態であった。搬送中およびヘリポート到着直後には創部の止血は得られ
ていたものの、救急外来移動直後に大量の喀血、創部からの出血および空気の流出を認めた。
出血は著しい外出血であり、皮下気腫を伴っており、ハードサイン陽性と判断し、創部の
圧迫止血を行いつつ、緊急気管挿管し気道を確保した。創部は両側頸部および胸腹部に多
発刺創を認めた。CTで活動性出血は認めなかったものの、頸部に広範な皮下気腫と縦隔気
腫を認めた。ハードサイン陽性であり、緊急で直視下のneck explorationが必要と判断し、
耳鼻咽喉科にコンサルトとした。右前頸静脈損傷、輪状甲状間膜穿孔、甲状軟骨損傷の診
断で、前頸部静脈縫合、咽頭皮膚瘻閉鎖術、洗浄ドレナージ術を施行した。術後集中治療
管理を行い、第11病日に抜管した。第25病日に精神科に転院となった。【結語】頸部外傷
でハードサイン陽性の場合、重大な損傷を認める可能性が高く、速やかな気道確保と直視
下のneck explorationが重要である。

P1-22-8
肺癌術後再発予測における原発巣SUVmax値の有用性：機械学習と統計
解析による多角的検証
小島∙健介（こじま∙けんすけ）、井口∙貴文（いぐち∙たかふみ）、林∙大輝（はやし∙だいき）、徳永∙俊照（とくなが∙としてる）、
尹∙亨彦（いん∙きよひこ）

NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器外科

【背景】肺癌術後再発は予後不良の主因であり、再発高リスク患者の同定は適切な術後治
療とサーベイランス選択に重要である。原発巣のSUVmax値は予後予測因子として期待
されるが、肺癌術後再発予測における有用性は十分に検証されていない。【目的】機械学習
と統計解析の多角的アプローチからSUVmax値の肺癌術後再発予測における有用性を評
価する。【方法】2017年から2022年に肺癌切除を受けた643例を後方視的に解析した。
SUVmax値と臨床因子（年齢、PD-L1発現、NLR、性別、組織型、病理病期、脈管侵襲、
リンパ管侵襲、術後補助化学療法）から再発予測モデルをランダムフォレスト、勾配ブー
スティング、XGBoost、Adaブースティングにより構築し、ROC AUC、PR AUC、正確
度、F1スコアで予測性能を評価した。SUVmax値の術後再発に対するハザード比を多変
量Cox比例ハザードモデルで算出した。【結果】再発予測モデルは高い予測性能を示し、ラ
ンダムフォレストモデルが最も優れていた（ROC AUC 0.95, PR AUC 0.92, 正確度0.92, 
F1スコア0.74）。ランダムフォレストモデルにおいて、SUVmax値の再発予測への依存性
は非線形的な上昇を示し、特にSUVmax値が0-5の範囲で再発リスクの上昇が顕著であっ
た。SUVmax値は臨床因子で調整後も独立した再発リスク因子であった（調整ハザード比
1.03、95%CI 1.00-1.06、p=0.03）。<B> 【結論】SUVmax値は肺癌術後再発の有用な予
測因子であり、機械学習モデルを用いることでより正確な再発リスク層別化が可能である。
SUVmax値が比較的低い場合でも再発リスクが高いことに留意すべきであり、SUVmax値
を用いた肺癌再発リスク予測は、術後フォローアップ方針の個別化に役立つ可能性がある。
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P1-23-7
熱中症に伴う熱傷により大腿切断に至った1例
日吉∙尚（ひよし∙なお）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、福井∙季代子（ふくい∙きよこ）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、
出光∙茉莉江（いでみつ∙まりえ）、古賀∙一史（こが∙かずふみ）、西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）

NHO 長崎医療センター形成外科

89歳男性、8月下旬の朝より畑仕事に出た後に、熱中症により畑の溝で倒れていたところ
を発見され当院に救急搬送となった。搬送時、電解質異常は認めなかったが、意識障害と
循環不全と膀胱温40.3℃を認めた。熱中症による意識障害を疑い、冷却により解熱し、意
識回復を認めた。また、CK1700U/Lまで上昇しており、横紋筋融解症も疑われた。両下
肢と右側胸部にDDB、SDB、約8％ TBSAの熱傷創を認めたため、受傷後2日目にデブリー
ドマンと分層植皮術を施行した。同日のCK9400U/Lであった。右下腿前外側部を中心に
軟部組織の壊死が進行を認めた。追加でデブリードマンを行ったが、受傷後6日目には前脛
骨筋はほぼ壊死し、脛骨が露出しを認めた。受傷9日目に39度台まで再度発熱し、敗血症
が懸念されたため、受傷後10日目に大腿切断を施行した。受傷日の天候は晴れであり、最
高気温は33.8℃であった。本人・家人らから聴取した受傷当日の経過等より、約2時間程
度屋外で倒れていたと推定された。熱中症による循環不全と同部位の加圧が長時間持続し
たことで細胞機能の低下と末梢血管抵抗の亢進により不可逆的な細胞障害を惹起したと推
定され、熱傷創の深達化に繋がったと考えられる。また、炎天下で高温となったコンクリー
ト製の側溝に長時間同じ体勢で接触し、低温熱傷の機序で受傷したことでコンタクトバー
ンそのものによる組織の損傷だけでなく、横紋筋融解が受傷後も進行し、受傷初期での評
価と比較し深達化したと考えられた。

P1-23-6
下膵十二指腸仮性動脈瘤破裂と腹腔動脈幹解離を同時に認めた一例
松田∙和子（まつだ∙わこ）、小牧∙萌絵（こまき∙もえ）、小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）、山田∙成美（やまだ∙なるみ）、
藤原∙紳祐（ふじわら∙しんすけ）

NHO 嬉野医療センター救急科

【症例】74歳女性。X年1月に突然の背部全体の疼痛と嘔気が出現し体動困難となった。そ
の後背部痛は右側のみへと変化し、前医を受診した。CTで後腹膜出血が指摘され、精査加
療目的に当院紹介となった。【経過】来院時、右上下腹部に圧痛、右背部に自発痛と圧痛を
認めた。胸腹部CTで下膵十二指腸仮性動脈瘤と腹腔動脈幹解離を認めた。後腹膜出血は下
膵十二指腸仮性動脈瘤破裂によるものと考えられ、出血源に対する治療を優先して行うと
して緊急TAE（transcatheter arterial embolization）を施行した。腹腔動脈幹解離に対し
ては術後合併症のリスクが高いため慎重経過観察とした。術後1日目に背部痛は改善し、循
環動態安定して経過した。2週間ごとに造影CTでフォローを行い、動脈瘤の消失と腹腔動
脈幹解離の増悪がないことを確認した。全身状態安定して経過し、術後43日目に退院となっ
た。【考察】下膵十二指腸動脈瘤は腹部内臓動脈瘤のうち2％と非常に稀で、成因は腹腔動脈
の狭窄や閉塞、動脈硬化、外傷等がある。今回の症例では腹腔動脈幹解離により下膵十二
指腸動脈瘤が生じたと考えられる。治療はTAEを第一選択とし、血管への選択的挿入が困
難な症例や血行動態が不安定な症例では外科的治療を検討する。また、大動脈解離を伴わ
ない腹腔動脈解離は非常に少なく、心窩部痛や腹痛、背部痛で発見され、急性腹症として
見逃される可能性がある疾患である。瘤破裂や切迫破裂、腸管虚血などの所見がなければ
保存的加療とし、解離の延長や閉塞は発症後6カ月以内に起きることが多いため慎重な経過
観察が必要となる。今回、腹腔動脈幹解離に伴う下膵十二指腸仮性動脈瘤破裂に対して良
好な結果を得たため報告する。

P1-23-5
CT検査にて診断がついた腹痛の3例
栗原∙宏（くりはら∙ひろし）

NHO 霞ヶ浦医療センター総合診療科

症例1．73歳男性　2週館ほど続く間欠的な腹痛と便秘主訴に受診した。診察上は圧痛等
の腹部所見なし。CTにて腹部大動脈を中心に広範なリンパ節腫大を認めた。後日の検査で
悪性リンパ腫と診断された。症例2．84歳男性　1 ヶ月ほど続く間欠的な腹痛と1日4回
程度の水様便を主訴に受診した。診察上は圧痛なし、腫瘤等の触知なし。尿検査で白血球
100HPF以上を認め、腹部CT実施。膀胱大腸間の瘻孔を認めた。症例3．45歳男性　待合
室で会計待ちをしていたところ、唐突に持続的な強い腹痛が出現し、内科外来を受診した。
バイタルサインに明らかな異常なし。診察上、腹部に明らかな腹部所見なし。造影CTの結
果、上腸間膜動脈解離と診断した。いずれも問診や検査結果等からある程度は鑑別すべき
疾患が想定されていたが、CT検査によって想定外の診断に至った。診断する際のCT検査
の有用性を再確認したので報告する。

P1-23-4
眼内レンズ縫着術後の縫合糸感染により感染性眼内炎を生じた1例
北村∙謙太（きたむら∙けんた）、秦∙未稀（はた∙みき）、岡本∙知大（おかもと∙ともひろ）、常吉∙由佳里（つねよし∙ゆかり）、
里見∙真衣子（さとみ∙まいこ）、林∙俊介（はやし∙しゅんすけ）、奥山∙翔（おくやま∙しょう）、清水∙裕介（しみず∙ゆうすけ）、
南雲∙美希（なぐも∙みき）、橋本∙青葉（はしもと∙あおば）、細田∙進悟（ほそだ∙しんご）

NHO 埼玉病院眼科

【緒言】感染性眼内炎は発症すれば予後不良な重篤な疾患である。今回、アトピー性皮膚炎
の既往がある眼内レンズ縫着術を施行された患者において、縫合糸感染により生じた感染
性眼内炎の症例を経験したので報告する。【症例】45歳男性。他院にて30歳代に両眼の白
内障手術を施行されたが、その後左眼の眼内レンズが脱臼し、X-9年に眼内レンズ縫着術が
施行された。X年Y月、再び左眼の眼内レンズ脱臼を認めたため強膜内固定術を予定された
が、同月に眼痛と毛様充血を伴う視力低下を自覚し、感染性眼内炎の疑いで当院紹介となっ
た。来院時左眼視力は光覚弁、眼圧は46mmHg、10時の結膜から眼内レンズ縫着に用い
たと思われる縫合糸が露出していた。高度の角膜混濁と前房蓄膿を認め、中間透光体より
後方は観察困難であったため、Bモードエコーを実施したところ、硝子体腔全体に高輝度の
反射波を認めた。以上の所見より感染性眼内炎と判断し同日硝子体手術を施行した。ヨー
ド含有の灌流液で前房・硝子体腔の洗浄を試みたが、角膜は部分的に溶解しており、術中
に硝子体腔から動脈性の大量出血を生じたため閉創となった。硝子体液培養は陰性であっ
たが、術前に採取した眼脂培養と露出した縫合糸からインフルエンザ桿菌が検出された。
術翌日は光覚弁なし、眼圧15mmHg、点眼、点滴加療により感染は全身に波及せず沈静化
したが、眼球は次第に眼圧が低下し虚脱した。【結論】アトピー性皮膚炎が既往にあり、眼
を擦る、叩くなどの外的要因により露出したと思われる縫合糸が原因で生じた感染性眼内
炎の症例を経験した。縫合糸が露出した場合は感染が眼内に波及する可能性があるため、
早急な処置が必要である。
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P1-24-3
「終活への支援」本人と家族にとっての最善を目指して

笹倉∙綾子（ささくら∙あやこ）、中井∙香織（なかい∙かおり）、波多野∙和美（はたの∙かずみ）、岡田∙英子（おかだ∙えいこ）

NHO 姫路医療センター看護部緩和ケア病棟

事例A氏 60代男性 妻と二人暮らし　肺癌 脊椎浸潤があるため意識障害発生リスクが高
い。化学療法、放射線治療を経てBSCとなる。緩和ケア病棟入院中で予後は週の単位。会
社の重役をしており社会的役割が大きい。本人は、終活に対して全てが終わってしまうの
ではないかという怖さから出来ずにいた。妻は、今後の話を具体的にしたいが直接言えな
かった目的　チームで関わった終活への支援を考察する倫理的配慮　A病院倫理審査委員
会の承認を得た実施と結果　医師と看護師でカンファレンスを実施し、終活に対するA氏
と妻の思いを情報共有した。当日主治医から病状説明と終活の必要性について本人に説明。
看護師からもA氏の認識や思いを傾聴し、話が出来るうちに家族へ伝えておきたいことを
話して欲しいと伝える。翌日、終活に対して前向きな発言が聞かれ、看護師同席のもと家
族会議を実施。患者に寄り添いながら関わっていく中で、家族会議のタイミングを逃さず
実施し、患者が家族に意思を伝えることができた。本人と妻からは今後の話が出来て本当
に良かったとの発言があった。家族会議の翌日に意思レベルが低下し、4日後に逝去された
考察　緩和ケア病棟では短い期間で踏み込んだ意思決定支援が重要となる。終活が必要だ
が最期を受け入れきれない患者には、多職種と協働しながら患者に寄り添い、日々の誠実
な対応を心掛けることで信頼関係を築き、支援することが重要であると考える結論　家族
だからこそ気遣いから踏み込んだ話が出来ないこともある。そのような時には、患者・家
族の認識の段階を把握しながら適切なタイミングで時には医療者が橋渡しとなり、お互い
の意思を確認する場を設けることも必要である

P1-24-2
治療を全面拒否する対象者への関わり
佐野∙悠生（さの∙ゆうき）

NHO 榊原病院精神科

【目的】医療者に対する猜疑心から治療同面を全く築くことができなかった統合失調症患者
が、徐々に医療者の言葉に意識を向け、自身の治療に対しても主体的に意見を述べるよう
になったアプローチ方法について報告する。【方法】A氏が医療者に対して陰性感情を向け
る原因を追究し、反応を評価しながら最善の介入方法を考察する。【結果】A氏は、長期に
わたり精神科治療を強いられてきた経緯があった。今回の入院後も、一方的に治療課題を
提示されたことにより、時折易怒的になる様子が観察された。そこで、治療内容を決めて
いく際の会議等には、A氏にも参加を促した。また、治療課題をフロー図を用いて説明を行っ
た結果、自ら治療内容に対して積極的に意見を述べるまでになった。【考察】A氏が主体的
に治療に参加するようになったのは、本人の特性に合わせたアプローチを図り、不安が解
消されたことが影響していると考える。高崎は「対象者は、自己決定を繰り返すうちに、自
分自身の問題をとらえられるようになり、セルフケアへの動機づけが高まってくる」と述べ
ている。sそのことから、対象者が自己決定できるようなフロー図を用いた仕組みを取り入
れたことで、治療者の言いなりになっているという感情を軽減でき、自身の課題に意識を
向けるようになったと考えられる。【結論】統合失調症患者は自発的な入院ではないことか
ら、治療内容や医療者に対して不安や不信を抱きながら入院してくるケースが多い。対象
者と十分に関わる時間を確保し、個々にあった様々な角度からのアプローチを試みて、そ
のとき、その個人にあった関わり方を見つけていくことが重要である。

P1-24-1
ハンセン病療養所における認知症のある人に対する入浴場面での意思決定
支援の実態
久永∙恵子（ひさなが∙けいこ）1、西薗∙とよ子（にしぞの∙とよこ）1、野村∙サヱ（のむら∙さえ）1、中尾∙恵美（なかお∙めぐみ）1、
田邉∙彩（たなべ∙あや）2

1国立療養所星塚敬愛園不自由者棟、2NHO 東佐賀病院看護部

【目的】認知症のある人の入浴場面に携わった職員の意思決定支援の実態を明らかにする。
【方法】研究期間:令和5年4月～令和6年3月。職員178名を対象に自記式質問紙調査を実
施。調査内容は先行研究を参考に入浴場面の意思決定支援の質問18項目（4件法）、対象者
の属性、上手くいった場面・困った場面の自由記載とした。単純集計後、質問項目を2群
に分け、研修受講の有無など関連項目と直接正確性検定で分析した。自由記載は内容分析
を行った。【倫理的配慮】A施設の倫理委員会の承認を得た。【結果・考察】有効回答数142
名（79.8％）。認知症者対応研修受講者112名（78.9％）、倫理・意思決定支援研修受講者
56名（39.4％）、厚労省の意思決定支援ガイドライン（以下ガイドライン）の認識あり52名

（36.6％）であった。質問項目全て「毎回している」と回答した者は平均64.6％と先行研究
（42.2％）より高かった。直接正確性検定で、認知症者対応研修11項目、倫理・意思決定支
援研修7項目、ガイドラインの認識6項目に有意差がみられた（P＜0.05）。自由記載から、
入浴拒否時に時間や人を変えるなどの柔軟な対応が入浴の意思決定に繋がっていた。研修
受講や機会学習により認知症の正しい理解や対応の方法を習得し、行動化に繋がったと考
える。しかし倫理・意思決定支援研修の受講割合は認知症者対応研修の半数で、ガイドラ
インの認識は4割以下である。意思決定支援に対する学習を強化し実践に繋げる必要があ
る。【結論】1.約6割の職員は入浴場面で意思決定支援を毎回実践していた。2.倫理・意思
決定支援研修の参加の促しやガイドラインの周知を図り、学習会やカンファレンスを通し
て実践に繋げていく必要がある。

P1-23-8
同日に集中して発生したイノシシ咬創の2例
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、古賀∙一史（こが∙かずふみ）、
日吉∙尚（ひよし∙なお）

NHO 長崎医療センター形成外科

イノシシは一般的に農耕地と樹林帯が混在する里山の雑木林などを好むとされている。し
かし近年、住宅地や都市部などの市街地へ出没し、人身被害や生活被害等を引き起こす事
例が頻発している。今回、住宅街にイノシシが出没して5人がケガをし、内2人が当院へ搬
送となった症例を報告する。1例目は37歳男性、自宅の庭にイノシシが侵入してきた。庭
で子どもが遊んでいたため追い払おうとしてイノシシを蹴ったところ、両下肢を咬まれ受
傷した。下腿のみ縫合処置を要したが、他は開放創とし創部の洗浄、軟膏外用と抗菌薬治
療で治癒した。もう1例は74歳男性、自宅の門にイノシシがいたため、追い払おうとイノ
シシの耳をひっぱったところ、左中指と両下肢を咬まれ受傷した。両下肢に計24か所の傷
ができたが、深部の損傷は認めず、十分な洗浄と創の縫合、軟膏外用と抗菌薬治療で重篤
な感染を起こさず治癒した。一般的にイノシシは臆病な性格からヒトを避けて行動するが、
若齢個体および発情期の分散行動、食料調達の問題などにより市街地・住宅街などに侵入
することがある。遭遇時にはイノシシがパニックに陥りやすく、住宅地での遭遇等、イノ
シシの対応に不慣れな場合は特にイノシシの行動や特性を十分に認識せずに対応してしま
うため、ケガなどの被害が発生しやすい。今回は創部の管理のみで治癒が得られたが、犬
歯による切創、激突による高エネルギー外傷を伴う場合は腹腔内臓器や大血管損傷等によ
り致死的となるケースもある。イノシシによる被害を防止するために、イノシシ咬創の特
徴と治療方針および発生誘因・対策などについて文献的考察を加え報告する。
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P1-24-7
患者理解の深化と意思決定支援の学び～急性骨髄性白血病患者のデスカン
ファレンスを通して～
秀島∙侑里花（ひでしま∙ゆりか）、高木∙あおい（たかぎ∙あおい）

NHO 京都医療センター看護部緩和ケア病棟

【目的】循環器内科・血液内科を有する自部署では、末期心不全患者や難治性の血液疾患患
者に対する緩和ケアのニーズが高くなる中で、意思決定支援が重要な場面も多く、患者の
心理的ケアや家族ケアに難しさを感じているスタッフも少なくない。今回、急性骨髄性白
血病患者のデスカンファレンスを通して、患者の全体像を理解する重要性と意思決定支援
を行う看護師の姿勢について学びを得たので報告する。【方法】デスカンファレンスは臨床
倫理の4分割法を用い、本症例に関わった他部署を交えて行った。テーマは、『患者の全体
像を捉えながら患者の意向を踏まえたケアとは』として2回に分けて実施した。1回目は医
学的側面について、2回目は患者の意向やQOLについてディスカッションを行った。【結果】
デスカンファレンスによって、今までの闘病生活や治療の経過、家族背景など新たな情報
を共有することができた。患者の全体像を捉え、生に対する思いや価値観を共有すること
で入院中の患者の言動や行動の意味付けができた。スタッフより「患者の気持ちの変化に気
づくことや、本人や家族の反応を確認することの重要性がわかった」との反応があり、患者
の状態の変化に応じて、今の思いや意向を確認し、治療やケアに反映させていくことの大
切さを学ぶことができた。【考察】今回のデスカンファレンスを通して、患者の苦悩、病気
や治療に対する思い、価値観を共有することで、患者の全体像の理解が深まったと考える。
患者や家族の思いは常に揺れ動いていることを念頭におき、その人の価値観や思いを把握
し、対話を重ねながら、患者や家族の人生に関わり続けることが看護師の姿勢として大切
であると考える。

P1-24-6
エンディングノートを使った効果と問題点に関する文献検討
臼田∙真菜（うすだ∙まな）1、河原∙奈津美（かわはら∙なつみ）1、山本∙明子（やまもと∙あきこ）2

1国立長寿医療研究センター看護部、2長良医療センター看護部

1．目的
国民は人生の最終段階に医療の情報を「医療機関・介護施設」から得たいと考えているが、
ACPの実施率は、診療の多忙さなどから低い。そこで、近年話題の「エンディングノート（以
下、ノート）」を活用できれば、満足度の高いACPが実施できると考え、ノートの効果や問
題点を先行文献から明らかにすることを目的とした。
2．方法
医中誌Webで、「エンディングノート」をキーワードに検索後、原著論文で絞り込み、研究
対象者がノートを実際に記入し、その効果や問題点の記載がある文献を対象とした。（最終
閲覧日2024年5月10日）
対象文献からノートを使った効果と問題点をコード化し、共著者と検討し質的に統合した。
3．結果
検索した54件から原著で絞り込み11件とし、研究目的に沿った4件を対象文献とした。
対象文献から、ノートを実際に記入した効果を8コード抜き出し、6サブカテゴリとし、【意
識の変化】【整理するためのツール】【行動の変化】の3カテゴリに集約した。
問題点は3コードから2サブカテゴリとし、【知識・理解の不足】【活用方法の検討】の2カテ
ゴリに集約した。
4．考察
ノートの記載は【意識の変化】や不安を【整理するためのツール】として、具体的な【行動の変
化】のきっかけが得られる一方で、【知識・理解の不足】が障害となり【活用方法の検討】が必
要であると示された。ノートの作成には、市民講座や専門外来での多職種によるファシリ
テーションが有効で、記載する支援体制があればノートの活用がより効果的に進むと考え
られる。また、今回の研究対象者は限局された地域や個人であったため、今後は広範囲を
対象とした研究が必要である。

P1-24-5
入院患者の人生最期に関する話し合いの経験について　～患者プロファイ
ルの入力内容から～
山口∙直美（やまぐち∙なおみ）1、上薗∙惠子（うえぞの∙えみこ）2,3、大村∙栄（おおむら∙さかえ）3

1NHO 神戸医療センター企画課、2NHO 敦賀医療センター看護部、3NHO 神戸医療センター看護部

【背景・目的】入院患者に、自身の最期について家族等と話し合った経験があるか、書面に残
しているか（以下ACPの経験）について聞き取り、患者プロファイルに入力している。本稿
では、カルテデータの登録内容を分析し、その内容を明らかにする。【方法】2023年11月
から2024年1月に入院し、入院時に看護師からの問診に回答できた人のカルテデータを対
象とした。プロファイルには、ACPの経験状況（選択式）と話し合った内容を自由記載して
いる。自由記載の内容は、KH-Coderを用いて頻出用語を抽出した。【倫理的配慮】神戸医
療センター倫理審査委員会の承認を受けて実施。【結果】研究期間中に入院した患者1,728
名のうち、同意を得られた412名（23.8%）を分析調査対象とした。患者属性は、年齢平均
65.5±15.0歳、（男性71.5±13.2,女性67.7±16.2）、何らかのACPを経験した入院患
者は27.9%であった。412名のうち、ACPプロファイルに自由記載があったものは183名
であり、ACPを経験している人の自由記載欄最頻出語は、「延命」であり、「ない」とともに
記載された。一方、ACPを経験していない人の最頻出語は「考える」であり、「ない」ととも
に記載された。【考察】「延命治療を希望しない」などの治療の選択を家族に共有した記述や、

「考えていない」という記述が頻出した。本取り組みは、気持ちに変化がないかを確認する
ことや、家族との話し合いのきっかけとなる可能性があると考えられた。入院を契機に患
者自身が大切にしていることを記録として残し、情報共有することの意義は大きい。【結語】
急性期病院に入院患者される患者が「話し合った経験がある」と答えたのは27.9%で、ACP
の認知度は低かった。

P1-24-4
ターミナル期にある患者の意思決定支援の実際～セデーションを受ける患
者の看護に焦点をあてて～
近藤∙美弥子（こんどう∙みやこ）1、高松∙里奈（たかまつ∙りな）1、豊岡∙康弘（とよおか∙やすひろ）1、中野∙昌江（なかの∙まさえ）2

1NHO 高知病院看護部、2NHO 四国こどもとおとなの医療センター看護部

【目的】一般急性期病棟の看護師がターミナル期のセデーションを受ける患者に対し、意思
決定支援をどのように行っているのかを明らかにする。【方法】ターミナル期にある患者の
看護を実践した一般急性期病棟に勤務する看護師10名を対象とし、半構成的インタビュー
ガイドに基づき面接を行った。研究期間は、2023年4月～ 2024年2月。データ分析は面
接内容から逐語録を作成し、意思決定支援の実際が語られている内容を質的帰納的に分析
した。倫理的配慮は、国立高知病院の倫理委員会の承認（承認番号：R5-3）を得て実施した。
対象者には、研究の目的、方法、および研究参加への自由意思、不利益の回避、結果の公
表について明記し、口頭と書面で同意を得た。【結果】一般急性期病棟の看護師がターミナ
ル期のセデーションを受ける患者に対する意思決支援として【患者や家族のセデーションに
対する意思を引き出し、苦痛症状の状態とセデーションのタイミングを考える】 【チームで
カンファレンスをする】【セデーションについて情報提供をする】【セデーション開始後の
ケアをより丁寧に行う】【患者の代理意思決定を支える】【振り返りを行い意思決定支援の
質を高める】【患者の意思を引き出すための時間確保や技術が未熟である】【セデーション
を行うことに躊躇する】の8のカテゴリーが明らかとなった。【考察】本研究で明らかとなっ
た意思決支援は、ターミナル期の患者の意思決定を支え、QOLを維持・向上させているも
のと、一般急性期病棟であるためにターミナル期看護の経験や知識不足、葛藤といったこ
とが意思決定支援に影響するという課題があることも明らかとなった。
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P1-25-2
Smart Speed Pro Body（Philips）を用いたMRCP検査の最適化
中島∙翼（なかじま∙つばさ）、田中∙彰（たなか∙あきら）、林下∙翔城（はやした∙しょうき）、布田∙正宏（ふだ∙まさひろ）

NHO 弘前病院放射線科

【背景】当院ではMRCP検査の精査・フォローアップが非常に多い。呼吸同期・息止めが必
須なMRCP検査は患者の負担が大きいだけでなく、呼吸状態によって検査時間及び画像の
質が大きく変わってくる。現在あるシーケンスでは息止め・呼吸同期ともに不安定な患者
では画質劣化が大きく検査が難航する。そこで今年度から導入されたSmart Speed Pro 
Bodyを活用し検査の最適化ができないかと考えた。【目的】従来通りの撮像シーケンスに
Smart Speed Pro Bodyに搭載されているCS SENCE AIとMotion Free（MF）を取り入
れることで画質の低下なく撮像シーケンスを最適化し、呼吸不良による再撮像を減らし患者
負担の軽減と検査全体の最適化を目指す。【方法】フォローアップで来る患者に対しSmart 
Speed Pro Body導入以前と導入後での検査時間と画質を比較する。【結果】 Smart Speed 
Pro Body導入前に比べMRCP検査に対する撮像シーケンスの選択肢がひろがった。患者に
合わせたシーケンスを選ぶことで検査の質が安定した。息止めが不良の患者に対しては従
来通りの呼吸同期を用いて検査を行ったがMFを活用することで再撮像を減らすことができ
た。【考察・結語】再撮像を減らすことで患者にかかる負担を低減できたと考える。MRCPだ
けでなく腹部領域全体でSmart Speed Pro Bodyを活用していきたい。

P1-25-1
Fast Dixon法を用いた脂肪抑制法の基礎検討
篠ケ瀬∙知（ささがせ∙かず）、石田∙貴廣（いしだ∙たかひろ）、品川∙和毅（しながわ∙かずき）、市野∙智史（いちの∙さとし）、
比内∙晴子（ひない∙はるこ）、明河∙慶尚（あけがわ∙よしなお）、長谷川∙真一（はせがわ∙しんいち）

国立国際医療研究センター病院放射線診療部門

【背景・目的】MRIにおいて脂肪抑制法を使用することは, 脂肪の同定や病変の検出能を向上
させる上で重要である. 脂肪抑制不良が発生しやすい部位では, 選択的脂肪抑制法である
CHESS法と比較して磁場不均一に強く, 正確な脂肪抑制が可能とされるDixon法が一般的
に選択される.　SIEMENS社製MRI装置において高速スピンエコーシーケンスの撮像の際
に, 2-point Dixon法及びFast Dixon法を選択することができる. Fast Dixon法では, 一
度の励起でIn-phaseとOpposed-phaseの両方の信号を収集できるため, 短時間の撮像が
可能である. しかし, 画質への影響に関する報告が少ないため, 本研究ではFast Dixon法で
の基礎検討を行い, 比較した. 【方法】装置はSIEMENS社製MAGNETOM Vida 3.0T, コイ
ルはHead/Neck 20ch Coilを使用した. ファントムはプラスチック容器を寒天で充填し,
ベビーオイルと蒸留水をシリンジに入れて固定したものを作成した.　受信バンド幅を変化
させて2-point Dixon法とFast Dixon法で撮像を行い, 信号雑音比SNR, コントラスト雑
音比CNRおよび脂肪抑制効果として変動係数を算出し比較した. 【結果】バンド幅を広くす
るとFast Dixon法および2-point Dixon法で, SNR,CNRが低下した. Fast Dixon法にお
いて, 狭いバンド幅では変動係数が増加し,バンド幅を広げるにつれて変動係数が減少した. 
一方, 2-point Dixon法ではバンド幅の変化に関わらず変動係数は大きく変わらなかった. 

【結論】Fast-Dixon法は2-point Dixon法と比較して,脂肪抑制不良が発生する可能性が示
唆された. Fast Dixon法を選択する際は, 広い受信バンド幅に設定する等の対策が必要であ
る.

P1-24-9
ICUにおける振り返り倫理カンファレンスの実践
川畑∙早衣子（かわばた∙さえこ）、加藤∙淳子（かとう∙じゅんこ）、藤井∙望（ふじい∙のぞみ）、鱧永∙洋亮（はもなが∙ようすけ）、
西岡∙直美（にしおか∙なおみ）

NHO 豊橋医療センター ICU

【目的】集中治療の現場では医学的判断が優先されやすい。また時間的猶予がない中で治療
方針の決定・変更に対する意思決定支援や家族ケアを進める必要があり倫理的問題に遭遇
する機会も多い。日々集中治療に携わる中、現行の医療が患者にとって最善なのかとジレ
ンマを感じながらも継続されることがある。そこで集中治療の過程において患者にとって
最善の医療が行われていたかどうか看護師として懸念が残った2事例を多職種で振り返り、
検討する取り組みを始めたため報告する。【方法】Jonsenらの臨床倫理の四分割法を活用し
た振り返り倫理カンファレンスを通して得られた気づきを整理した。【結果】参加者は医師・
看護師・研修医・薬剤師・ME・MSWの計15名だった。医師・薬剤師・MEは医学的適応、
看護師は患者の意向、MSWは周囲の状況に重きをおいており、職種ごとに専門的視点が違
うため同じ患者に対してもそれぞれが持つ情報や捉え方は異なっていた。看護師が治療方
針と患者・家族との想いの狭間でジレンマを感じていたことを率直に表出すると、医師も
悩みや迷いを抱えながら診療にあたっていたことが明らかになった。各職種とも事例の状
況を冷静に捉え直し他職種が大事にしている考えを客観的に受け止められ相互理解につな
がった。また職種に応じた役割、専門的価値の相違を実感できる体験となり有用な振り返
りとなった。【考察】集中治療領域では病状が刻々と変化するため適時多職種カンファレン
スを開催し実践する必要性・重要性が確認された。今後は進行中の事例に対しジレンマを
即座に表出しあい合意形成を図りつつ看護していきたい。

P1-24-8
地域住民のアドバンス・ケア・プランニングに関する意識調査
小谷∙由美（こたに∙ゆみ）、竹浦∙嘉子（たけうら∙よしこ）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【目的】地域住民のアドバンス・ケア・プランニング（以下ACPとする）に関する意識調査
を行い現状を明らかにする。【方法】A病院の公開講座の参加地域住民80名に令和5年11
月1日～令和6年2月29日の期間、先行研究を基にACPのアンケートを自主作成し無記名
自記式調査票で調査後単純集計、ロジスティック回帰分析を行った。【結果】有効回答数54
名（有効回答率68％）、男性23名、女性31名、平均年齢71.9歳。「価値観を話し合った
ことがあるか」は『はい』38.1％、「人生の最終段階までの過ごし方を話し合ったことがある
か」は『はい』31.5％で共に話し相手は全て家族や親しい人であった。ロジスティック回帰
分析の単回帰分析では「価値観を話し合ったことがない」と「人生の最終段階までの過ごし方
を話し合ったことがない」は有意に関連した。（オッズ比102.4（95%CI：11.02-951.46, 
P= 0.000047）重回帰分析の結果では「価値観を話し合ったことがあるか」と年齢は有意に
関連した。（オッズ比0.42（95%CI：0.20-0.84, P=0.016）また、「人生の最終段階までの
過ごし方を話し合ったことがあるか」と年齢も有意に関連した。（オッズ比0.24（95%CI：
0.087-0.66, P= 0.005 ）【考察】日本語版ACPの広義ACP「価値観を話し合った」ことがあ
る人は、狭義ACP「人生の最終段階までの過ごし方を話し合った」ことがある可能性が高い
と考えられる。また、広義ACP「価値観」や狭義ACP「人生の最終段階までの過ごし方」は
年齢と有意に関連があり、高齢になれば話し合う人が多い傾向にあると考えられる。これ
らの結果から住民がACPに対する知識を深められるように教育を行い、医療者とも話し合
うきっかけをつくる介入が必要である。
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P1-25-6
健常ボランティアにおける心筋T2 mappingのT2値の再現性に関わる前
向き研究
尾藤∙瑳紀（びとう∙さき）、市井∙佑樹（いちい∙ゆうき）、太田∙一輝（おおた∙かずき）、一瀬∙あずさ（いちのせ∙あずさ）、
阿部∙彰子（あべ∙しょうこ）、津牧∙克己（つまき∙かつみ）

NHO 静岡医療センター放射線科

【背景】
心臓MRIにおいてT2 mappingは, 心筋性状の定量的評価を可能にし, 既存の撮影技術であ
るdark-blood法のT2強調画像に比べ, より詳細な心筋評価が可能なため, 近年注目を集め
ている. その値は機種や環境, 撮像シーケンスの影響を受けるため, 機種ごとに正常値を定
める必要があるといわれている. しかし, 画像の再現性を検討した報告はほとんどない. そ
こで, 当院でのT2 mapping導入にあたり, 3T MRIで複数回撮像された健常ボランティア
の画像について正常値を定めるとともに, その値の再現性について比較検討を行った.

【目的】
当院でのT2 mapping導入にあたり, 3T MRIで複数回撮像された健常ボランティアの画像
について正常値を定めるとともに, その値の再現性について比較検討すること

【方法】
同意を得た当院の健常ボランティア20名の心筋T2 mappingの撮像を1週間以内に2回
行った. 得られた画像の心室中隔に20 pixel以上の関心領域を設定しT2値を測定した. 測
定したT2値より1回目, 2回目それぞれの平均値を求め, Excelにて対応のあるt検定を
行った. また, 得られたT2値の平均値 ± 2SDを施設基準値とした.

【結果】
1回目の平均値は40.718, 2回目の平均値は40.789であった. 有意水準5％で両側検定を
行ったところt（19）= 0.15, p = .88であり有意な差はみられなかった. また, 2回の計測
によるT2値の平均値は 40.753 ± 4.244であった.

【結論】
今回の検討において, 得られた2回の平均値間で有意な差はみられなかった. また, 当院の
3T MRIにおける施設基準値を40.753 ± 4.244と決定した.

P1-25-5
Arterial Spin Labeling（ASL）法におけるラベリングの条件が画像に与え
る影響の検討
坂井∙文哉（さかい∙ふみや）、筒井∙昭詔（つつい∙あきのり）、増井∙飛沙人（ますい∙ひさと）、西田∙浩如（にしだ∙ひろゆき）

NHO 福岡東医療センター放射線科

【目的】Arterial Spin Labeling（ASL）法は、血液をトレーサーとして利用することで脳内灌
流画像を得る方法であり、ラベリングの血管に対する位置などが画像に影響を与える。今回、
3D-ASL法のラベリングと撮像範囲までの距離と静磁場との角度が画像に与える影響を検討
した。【方法】同意を得た健常ボランティア男女4名ずつを対象とし、Post Labeling Delay

（PLD）を1200msec、2000msecとして3D-ASLを1.5T MRIで撮像した。まず、ラベリ
ングの設定を撮像範囲から最短のラベリング距離（85mm）から5mm間隔ずつ105mmま
で可変させ撮像した。次に、静磁場に対して被写体の頭部角度を変更し、被写体の血管の
角度が静磁場に対して0度、±10、±20度となるように調整し撮像した 。得られた画像
は領域ごとにRegion of interest（ROI）を設定し、cerebral blood flow（CBF）を求めた。
また視覚評価として正規化順位法を行った。【結果、考察】PLD1200msecではラベリング距
離が近い場合、CBFは高い値を示した。視覚評価も同様にラベリング距離が近い場合、順
位が高い値を示した。しかし、角度の違いによるCBFは大きな変化を示さなかった。ASL
は血液をトレーサーとして利用することで脳内灌流画像を得ているため早期相では特に撮
像範囲とラベリングの距離が画像に影響を与えていると考えられる。【結論】撮像範囲から
ラベリングまでの距離が画像に大きく影響を与えていることが確認できた。

P1-25-4
FLAIR画像との融合画像に対応するArterial Spin Labeling（ASL）撮像条
件の検討
筒井∙昭詔（つつい∙あきのり）、坂井∙文哉（さかい∙ふみや）、増井∙飛沙人（ますい∙ひさと）、西田∙浩如（にしだ∙ひろゆき）

NHO 福岡東医療センター放射線科

【背景】てんかんの検査においてArterial Spin Labeling（ASL）画像とFLAIR画像の融合画像
が診断に有用との報告があるが、現在の撮像条件においては融合画像の位置ずれやASL画
像の分解能に課題があった。そこで本研究の目的は、てんかんの診断におけるFLAIR画像と
の融合画像に対応するASL撮像条件を検討することである。【方法】同意を得た健常ボラン
ティア男女4名ずつを対象とし、3D-ASLを1.5T MRIで撮像した。撮像条件はpost label 
delay（PLD）: 1200ms, スライス厚: 10mmを基本とし、スライス厚を10, 8, 6mmと変
化させ、FLAIR画像（スライス厚：6mm）とASL画像の融合画像を視覚評価で検討した。視
覚評価で検討したスライス厚で、Dynamic scansを2, 4, 6, 8, 10, 14と変化させ、それ
ぞれの条件のASL画像の脳血流量（cerebral blood flow: CBF）及びFLAIR画像との融合画
像を視覚評価で比較検討した。【結果】FLAIR画像とASL画像の融合画像における撮像スラ
イス厚は6mmで一致度が高い傾向を示した。またDynamic scansの検討では、Dynamic 
scans値が高い場合にCBF値が低い傾向を示した。【結論】てんかんの診断におけるFLAIR
画像との融合画像に対応するASL撮像条件を検討した。

P1-25-3
自由呼吸下腹部MRI検査における上肢ポジショニングによるアーチファク
ト低減の検討
木山∙量平（きやま∙りょうへい）、高野∙雄大（たかの∙ゆうだい）、井手口∙大地（いでぐち∙だいち）、丸山∙裕稔（まるやま∙ひろとし）

NHO 熊本医療センター診療放射線科

【目的】
当院では、腹部ダイナミック造影MRI検査において息止め困難な場合、ラジアルサンプリ
ングと圧縮センシングを用いたGRASP-VIBE（以下GRASP）（シーメンス社）での自由呼吸
下撮像を行っている。しかし、この方法では、上肢と体幹部間の空気の影響により、少な
いスポーク数のデータ収集ではアーチファクトが発生する。そこで、上肢ポジショニング
等の違いにより、自由呼吸下撮像における磁化率アーチファクトの低減が可能であるか検
討を行った。

【方法】
ボランティア男性6名において、GRASPでの自由呼吸下撮像を行った。その際、a:上肢と
体幹部の間に補助具（米入り袋）を配置b:上肢を自然位で体幹側面c:上肢を体幹部に密着d:
上肢を挙上の4ポジショニングでの撮像を行った。
診療放射線技師6名にて、アーチファクトによる肝臓描出への影響について5段階での視覚
評価を行った。観察部位は、肝臓上部・中部・下部とした。

【結果】
全ての観察部位において、アーチファクトが多い順にb:自然位a:補助具c:密着d:挙上で
あった。上肢を体幹に密着することで磁場均一性が保たれ、アーチファクト低減につながっ
たと考えらえる。6名のボランティアのうち4名では、最もアーチファクトが少ないd:挙上
とc:密着には、有意差がなかった。有意差が認められた2名については、他のボランティ
アに比べてBMIが高い傾向があった。体格が大きいため上肢が磁場中心から離れやすく、
傾斜磁場の直線性が影響したと考えられる。

【結論】
GRASP自由呼吸下撮像では、上肢を体幹に密着させることでアーチファクトの低減が可能
である。
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P1-26-1
妊婦のGBSスクリーニング検査に選択増菌培地を導入したことによる検出
率の推移
林∙由里香（はやし∙ゆりか）、清水∙真人（しみず∙まさと）、苅田∙美貴（かりた∙みき）、福田∙智（ふくだ∙さとし）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター臨床検査科

【はじめに】B群連鎖球菌（Group B streptococcus；以下GBS）は、腸や膣に存在する常
在細菌の一種であるが、新生児における垂直感染症の主な起因菌となり、新生児早発型
GBS感染予防対策として全妊婦に対するスクリーニング検査が推奨されている。しかし
GBS以外の菌種がその培養過程で増殖し、その選択性に影響を及ぼす可能性がある。また、
GBS保菌量が少ないケースでは、直接分離培養で見逃されることが危惧されている。今回、
GBSの検出率を上げるために2023年4月からランバクイックGBSとクロモアガ―ストレ
プトB（栄研化学）を導入し、有用性があったので報告する。【方法】2020年4月～ 2024年
3月までの4年間の膣分泌物からのGBSの検出率を年度ごとに算出した。採取検体にランバ
クイックGBSを入れよく混和し、37℃ ,24時間培養して増菌培養液とした。更に、増菌培
養液をクロモアガ―ストレプトBに画線塗抹し、37℃，24時間培養した。培養後、藤色コ
ロニーとして検出したものをGBSとし、同定感受性を実施した。【結果】2020年は、検出
率11.2%（総検体数1090件、陽性数122件）、2021年は、検出率10.7%（総検体数1014件、
陽性数108件）、2022年は、検出率10.8%（総検体数1008件、陽性数109件）、2023年は、
検出率14.6%（総検体数903件、陽性数132件）であった。2020年から2023年を比較し
て、培地導入後の2023年が3% ～ 4%ほど検出率が上昇した。【まとめ】2023年4月より
GBS選択・増菌培地を導入することにより、GBSとそれ以外の菌の分離を容易にし、非溶
血時の検出が可能となった。また、直接塗抹法で検出困難な低菌量の検出に優れていると
考えられ、培地の導入に効果があったと考えられた。

P1-25-9
CS-SENSEとSmartSpeedのdenoisingがSNRへ及ぼす影響
片田∙実里（かただ∙みさと）、西浦∙教朗（にしうら∙のりお）、浦野∙航平（うらの∙こうへい）、吉田∙和弘（よしだ∙かずひろ）、
川本∙茂（かわもと∙しげる）

NHO 名古屋医療センター放射線科

【目的】当院ではMRI装置の更新に伴いCS-SENSEにAIを搭載し、さらなる高速化と高空間
分解能化を可能としたSmartSpeedの使用が可能となった。そこで今回、ファントムを用
いてCS-SENSEとSmartSpeedのdenoising levelを変化させてSNR測定を行い、臨床で
使用するためのdenoising levelの基礎的検討を行った。

【使用機器】装 置：Philips Achieva dStream 1.5T　 フ ァ ン ト ム：Philips社 Phantom 
Liquid 13（T1値＝360msec、T2値＝320msec）RFコイル：dS HeadNeck Spine coil 
20ch

【方法】CS-SENSEとSmartSpeedのT1強調画像、T2強調画像においてdenoising level
を0~30まで5ずつ変化させSNRを測定し、比較を行った。SNR測定については、撮像し
た画像からImageJを用いてSNRマップを作成し中心部と周辺部に設定した計5点のROI
の平均値をSNRとした。

【結果】CS-SENSEにおいてはdenoising levelの増加に伴いSNRが増加し続けた。それに
対しSmartSpeedではdenoising level 15以上についてはSNRの大きな増加は見られな
かった。

【考察・結語】CS-SENSEはdenoising levelに応じて段階的にnoise除去を行うのに対し、
SmartSpeedはAIを用いて不必要なnoiseのみ除去を行っているため、denoising levelが
15以上では除去できるnoiseは無いとAIが判断し、SNRの大きな変化が見られなかったと
考えられる。今回の結果より、臨床で使用する際のdenoising level決定の一助となった。
今回はファントムを用いてT1強調画像、T2強調画像のみで比較を行ったが、今後はその
他の撮像シーケンスでの比較も行っていきたい。

P1-25-8
SyMRI NEUROの使用経験
坂田∙貴紀（さかた∙たかのり）、奈良∙昌敏（なら∙まさとし）、松田∙雄一朗（まつだ∙ゆういちろう）、高橋∙和也（たかはし∙かずや）

NHO 医王病院放射線科

【背景】当院では2019年の3T-MRI導入時に、SyntheticMRの解析ソフトSyMRI NEURO
が導入されている。当時から撮像自体はルーチン検査等に組み込まれていたが、作成画像
も少なく有効活用している形跡がみられなかった。今回SyMRIを使用する機会を得られ
たため自施設で利用推進できないか調査・検討を行ったので報告する。【使用機器・撮像条
件】・PHILIPS社 製MRI　Ingenia3.0T・32ch HeadCoil Phased array・IDS7　SyMRI・
Fov（mm）： 230 × 188 × 143 〈AP（freq）×RL（Phase）×HF〉 ・Voxel（mm）； 0.7 × 
0.85 × 5・Matrix： 328・215・24Slice・Gap（mm）： 1・Sequence：2D-MDME・
Time（min）： 4:02【方法】・ルーチン撮像の画像と比較・検討・各症例での検討【評価検討】
T2WI、T1FLAIRはRoutine画像と概ね大差なかった。T2FLAIRに関してはSyMRIのほう
が白質・灰白質のコントラストが強調されているようにみえる。運用開始時に画像の評価
は必要と思われるが、明らかな信号の変化が見られないため使用に問題はないと考えられ
る。症例に関しては画像上変化がなくても、定量データから変化が見て取れる症例があっ
た。【まとめ】SyMRIは5分で12種のコントラスト画像および定量画像を提供できる。画
像上変化が指摘できない症例でも、定量データによって変化をわかりやすく観察できる。
T2FLAIRにおいて、従来診断に使用している画像とコントラストが若干異なるため、運用
開始には画質の傾向を評価する必要がある。当院現状では短時間検査での使用が主となる
が、今後定量データ等を使用できるよう考えていきたい。

P1-25-7
心臓 MRI トレーニングの効果と断面設定法の違いが及ぼす影響による検
査時間短縮効果の検証
永井∙康宏（ながい∙やすひろ）1、太田∙靖利（おおた∙やすとし）2、田中∙俊光（たなか∙としみつ）2、坂井∙里菜（さかい∙りな）2、
森田∙佳明（もりた∙よしあき）2、蕪∙良一（かぶ∙りょいち）1、松田∙一秀（まつだ∙かずひで）1、堺∙幸正（さかい∙ゆきまさ）1

1NHO 大阪南医療センター放射線科IVRセンター、2国立循環器病研究センター放射線部

目的:日本における心臓 MRI（CMR）の実施件数は3 ～ 4万件/年で、冠動脈CTに比べて
少ない。心臓スライスの角度に応じた調整が高度な技術であり，CMRを行うにはトレー
ニングが必要である．心電図同期撮像であるため，他部位の検査と比べて長時間になる．
この事から十分に普及している検査とは言えない．2023年に心筋炎ガイドラインが改定
されCMRが診断基準に組み込まれた．心筋炎用CMRの内容は心機能解析用のcine撮像
と T1・T2 mapの撮像となっており，経験浅い技師では検査枠内で完遂出来ない．今回
cine撮像を行っている部分を，撮像時間や画像再構成が短い single shot dual inversion 
black blood breath hold scan（BB_SSh）に変更により短縮効果があるか、心臓ファント
ムを用いて練習す事で短縮効果があるかを検証した．方法：技師歴17年以上・技師歴2年
目 CMR 検査歴なしの3名を対象に3T装置で ，ボランティアにてCMRをcine撮像とBB_
SSh撮像を用いて行って練習前の検査時間を測定．心臓ファントムでの練習5回施行の後、
ボランティアで撮像を行って前後でのMRI検査室入室～退室までの検査時間の変化を見た．
結果:心臓ファントムで繰り返し練習することで軸設定や断面決定の時間短縮が見られ、1
回目→3回目で大幅な短縮があった．心臓ファントム練習前cine撮像での平均CMR時間
35分38秒で，BB_SSh撮像で平均26分53秒となり25％の短縮効果があった．ファント
ム練習前後においてcin撮像で17％，BB_SSh撮像で14％の短縮効果があった．結語:撮像
シーケンスをcine撮像からBB_SSh撮像に変更することで検査時間短縮効果が見られ，更
に心臓ファントムを用いて練習することでより検査時間短縮効果が見られた． 
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P1-26-5
次世代シーケンサーを用いた新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）のゲノム
解析検査
勝間∙亜沙子（かつま∙あさこ）1、吉岡∙絵麻（よしおか∙えま）2、兼松∙大介（かねまつ∙だいすけ）2、木原∙実香（きはら∙みか）3、
河合∙健（かわい∙たけし）3、眞能∙正幸（まの∙まさゆき）3、金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1,2

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター先進医療研究開発部再生医療研究室、 
2NHO 大阪医療センター臨床研究センター先進医療研究開発部分子医療研究室、 
3NHO 大阪医療センター臨床検査科

【はじめに】新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）感染症は令和5年5月に5類感染症に移行
し、一年経過して日常生活が戻りつつあるが、依然として感染は終焉せず、今後も感染拡
大防止対策の継続が重要であると考える。当院では感染モニタリングの1つとして、次世代
シーケンシング（NGS）によるSARS-CoV-2のゲノム解析検査を実施しているのでその概略
を報告する。【方法】鼻咽頭ぬぐい液検体を用いて分析装置LiatによりPCRを行い、SARS-
CoV-2陽性と判定された検体について、magLEADによってRNAを抽出し、QIASEQ　
SARS-Cov-2 primer panelでライブラリ作成を行った。Illumina nextseq 550にて解
析を行い、CLC genomics work benchを用いてコンセンサス配列を得た。次にFASTA
形式のファイルを用いて、Nextcladeにより変異解析を行った。【結果】2023年9月から
2024年2月に大阪医療センターで採取された50検体の変異解析では、50例全てWHO 
labelに お い てOmicronで あ り、Cladeは21Lが6例、22Bが1例、22Fが2例、23A
が2例、23Bが1例、23Dが5例、23Fが15例、23Gが3例、23Hが4例、23Iが9例、
Othersが2例の内訳であった。【考察】国立感染症研究所のデータと比較し、概ね同じ傾向
が見られた。現在、欧米ではSARS-CoV-2感染者数が再増加を始めているため、ゲノム解
析によるSARS-CoV-2変異株解析は、感染拡大防止の戦略において今後も重要な役割を果
たすと考える。

P1-26-4
ヘリコバクター・ピロリ感染症の診断における核酸増幅法の臨床的有用性
池田∙哲治（いけだ∙てつはる）1、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）2、久部∙高司（ひさべ∙たかし）3、西山∙努（にしやま∙つとむ）4、
山田∙邦夫（やまだ∙くにお）3、山田∙皓也（やまだ∙こうや）3、三股∙頌平（みつまた∙しょうへい）2、竹山∙朋希（たけやま∙ともき）1、
前田∙美保子（まえだ∙みほこ）1、清谷∙るりこ（きよたに∙るりこ）2、福井∙いづみ（ふくい∙いづみ）2、槇∙早苗（まき∙さなえ）1、
永田∙忍彦（ながた∙のぶひこ）6、川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）2、香月∙耕多（かつき∙こうた）1、永沢∙善三（ながさわ∙ぜんぞう）5

1NHO 大牟田病院臨床検査科、2NHO 大牟田病院呼吸器内科、3医療法人社団荒尾クリニック消化器科、 
4医療法人西山醫院消化器科、5国際医療福祉大学医学検査学科、6福岡山王病院呼吸器内科

【目的】ヘリコバクター・ピロリ感染症の新しい検査法として、核酸増幅法が2022年11月
に保険適用となった。本検査は、感染診断に加え一次除菌に用いるクラリスロマイシンの
耐性遺伝子変異を検出する。本研究ではこの検査法の臨床的有用性を評価する。【方法】対
象は2023年3月～ 2024年4月の期間に3施設（国立大牟田病院、西山醫院、荒尾クリニッ
ク）にて上部消化管内視鏡検査を実施した253例とした。尿素呼気試験および核酸増幅法（ス
マートジーンH.pyloriG、株式会社ミズホメディー）を実施し、さらに精査としてリアルタ
イムPCRによりヘリコバクター・ピロリDNAのコピー数を定量した。各検査法の精度につ
いて、主治医の感染診断（内視鏡所見や検査結果）を対照に評価した。静菌作用のある薬剤

（PPI等）の服薬影響について、感染診断され尿素呼気試験陽性となった25例、リアルタイ
ムPCR陽性となった20例を対象に、測定値への影響を評価した。【結果】ヘリコバクター・
ピロリ感染は、28例（11.1%）であった。感染診断に対する感度・特異度は、尿素呼気試験
で89.3%（25/28）、95.6%（215/225）、核酸増幅法で75.0%（21/28）、100%（225/225）
であった。核酸増幅法の不一致7例は、リアルタイムPCRとは6例で結果が合致した。PPI
服薬影響は、有意差は無いものの測定値の低下傾向があり、リアルタイムPCR（p=0.1698）
は尿素呼気試験（p=0.0051）と比べて影響が軽微であった。本発表では、除菌成績への影
響についても報告を行う。【考察】ヘリコバクター・ピロリ感染症の診断において、核酸増
幅法は検査精度が高く服薬影響も軽度であり有用であると考えられた。

P1-26-3
夜間サブカルチャーの検討
利光∙彩加（としみつ∙あやか）、永田∙陽子（ながた∙ようこ）、黒田∙みずき（くろだ∙みずき）、松尾∙龍志（まつお∙たつし）、
安達∙知子（あだち∙ともこ）、染矢∙賢俊（そめや∙ただとし）

NHO 九州医療センター臨床検査部

【はじめに】血液培養陽性は、微生物検査での異常値であり迅速な対応が必要である。しか
し当院では、平日時間外に陽性となった血液培養は翌日勤帯に微生物検査担当者が対応し
ている。そこで迅速に血液培養陽性に対応するため、夜間陽性になった血液培養を当直者
がサブカルチャー（継代培養）する運用（以下 夜間サブカルチャー）の検討を行ったので報告
する。【対象】2023年7月～ 2024年1月の日曜日から木曜日の17：00 ～ 21：30に血液
培養陽性となった41症例。【方法】当直者は培養ボトルから培養液を抜き取り、ヒツジ血液
寒天/チョコレート分画培地（島津ダイアグノスティクス）へサブカルチャー・塗抹標本作
成のみを行い、標本のグラム染色、鏡検、医師への報告は翌日勤帯に微生物検査担当者が
対応とした。夜間サブカルチャーの実施率、従来運用（2023年1月～ 6月）22症例と夜間
サブカルチャーでの結果報告時間と抗菌薬変更を比較した。【結果】対象日時に血液培養陽
性となった41症例のうち夜間サブカルチャー実施症例は11症例（実施率27％）であった。
抗菌薬変更症例は従来運用症例（n=9）2.1日、夜間サブカルチャー症例（n=3）2.3日と差は
認めなかったが、平均菌種同定時間（血液培養陽性～菌種同定名報告）は従来運用症例37.8
時間、夜間サブカルチャー症例18.8時間と報告時間の短縮を認めた。【考察】夜間サブカル
チャーは当直業務の合間で行うため、実施できた症例はわずかであったと考える。しかし
菌種同定結果報告の時間短縮により血液培養陽性翌日午後に同定結果を報告できることは、
抗菌薬適正使用に貢献できると考える。夜間サブカルチャーを行った技師のアンケート結
果も含め、今後の運用について報告する。

P1-26-2
当院における胆汁培養分離菌に関する後方視的検討
後藤∙彰公（ごとう∙あきひろ）、辻原∙隆介（つじはら∙りゅうすけ）、丸山∙晃二（まるやま∙こうじ）

NHO 別府医療センター臨床検査部

【背景】胆道感染症は腸管内の一般細菌が胆嚢・胆管に侵入して発症することが多く, 敗血症
を併発して重症化するリスクのある疾患である. 治療はドレナージと抗菌薬治療が原則であ
り, 胆汁培養結果に合わせて適切な抗菌薬を選択することが重要である. 今回, 当院におけ
る胆汁培養分離菌の検出状況に関して後方視的に検討を行ったので報告する.

【方法】当院において2021年4月から2024年3月の期間中に提出された胆汁培養450件
（陽性件数：329件）より検出された分離菌789株を対象に後方視的に調査を行った. なお
同一月に同一患者より提出された培養検体に関しては重複処理を行い, 初回に提出された検
体を集計対象とした.

【結果】調査期間中の胆汁培養450件の内, 329件より789株が分離された. 分離菌の内訳
は, 腸内細菌目細菌364/789株（46.1%）, 腸球菌218/789株（27.6%）となり分離菌全体
の7割程度を占める結果となった.　胆汁培養における耐性菌分離状況はESBL産生菌 24
株, VRE（Enterococcus faecium）16株, MRSA 6株となった. 腸内細菌目細菌のESBL産
生株はすべてE.coliであった. また検出されたVRE（Enterococcus faecium）の遺伝子型
は全てVanA型であったが, VCMのMIC値は16株全て＞16 μg/mlであるのに対し, 5株
でTEICのMIC値は≦4 μg/mlとなっておりVanB様の表現型を示した.

【結論】胆道感染症は敗血症を併発し重症化するリスクのある疾患である. 分離菌や耐性菌
の検出率には施設毎に特色があるため, より適切な抗菌薬の経験的治療を実施するには, 自
施設における分離状況を把握し, 臨床や抗菌薬適正使用支援チームとの情報共有が重要であ
る.
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P1-26-9
Streptococcus dysgalactiae subsp. equisimilis（SDSE）による敗血症
から心原性ショックに至った一例
安本∙由佳（やすもと∙ゆか）1、松田∙愛子（まつた∙あいこ）1、佐藤∙那花（さとう∙ともか）1、角田∙由美子（かくだ∙ゆみこ）1、
佐藤∙正幸（さとう∙まさゆき）1、中田∙聡子（なかだ∙さとこ）1、丸箸∙圭子（まるはし∙けいこ）2

1NHO 医王病院北陸脳神経筋疾患センター研究検査科、 
2NHO 医王病院北陸脳神経筋疾患センター小児科

【はじめに】Streptococcus dysgalactiae subsp. equisimilis（SDSE）はβ溶血性連鎖球菌
の一つであり、ヒトの咽頭、皮膚、泌尿器などに存在し、蜂窩織炎や敗血症などを引き起こす。
今回、SDSEによる敗血症から心原性ショックに至った一例を経験したので報告する。【症例】
24歳男性。蘇生後低酸素性虚血性脳症の患者。約3か月前に右下肢蜂窩織炎を発症し、治
癒していた。右下肢蜂窩織炎が再燃し、血液培養2セット採取後、セフメタゾールを開始し
た。翌日、血液培養2セットが陽性となり、鏡検にて連鎖状のグラム陽性球菌を認め、ラン
スフィールド分類はG群だった。後日、外注にてSDSEと同定された。第4病日、抗菌薬が
ピペラシリンに変更された。第5病日、抗菌薬がアンピシリン、クリンダマイシンに再度変
更された。その後、蜂窩織炎の局部発赤は徐々に改善した。第18病日、レントゲンにて右
肺浸潤影と胸水を認めたことから、抗菌薬がメロペネムに変更された。第19病日、心電図
で広範囲のST上昇、心エコーで心嚢水を認めた。血圧低下、徐脈あり。その後、永眠された。
死亡後の心嚢水より多数の好中球が確認されたこと、広範囲のST上昇、心嚢水を認めたこ
とから、心外膜炎による心原性ショックと考えられた。【考察】近年、SDSEによる劇症型連
鎖球菌感染症の報告が増加している。基礎疾患を有する高齢者に多く、蜂窩織炎例が多い。
患者は寝たきりであり、リンパの流れのうっ滞により蜂窩織炎を再発しやすい状態にあっ
た。また、SDSEはStreptococcus pyogenesの病原遺伝子と同様の遺伝子を保持してい
ると言われている。したがって、無菌材料から連鎖球菌を検出した場合は、速やかに臨床
に報告する必要がある。

P1-26-8
耳漏からCandida allociferriiが分離された1例
小泉∙達也（こいずみ∙たつや）、中嶋∙菜緒美（なかじま∙なおみ）、林∙亮（はやし∙りょう）、小林∙真二（こばやし∙しんじ）、
山崎∙正明（やまざき∙まさあき）

NHO 千葉医療センター臨床検査科

【はじめに】Candida allociferriiはStephanoascus ciferrii complexの一種として記載さ
れた菌種であり、S. ciferriiとして中耳炎や爪真菌症等からの分離報告例はあるもののC. 
allociferriiの報告例は極めて少ない。今回、耳漏からC. allociferriiを分離した1例を経験
したので報告する。【症例】57歳男性。外耳道の掻痒感、耳漏を主訴に当院受診。耳漏の細
菌培養及びofloxacin点耳液が処方され再来時には軽快した。【微生物学的検査結果】培養1
日目、血液寒天培地とBTB乳糖加寒天培地に微小集落が認められ、グラム染色及び延長培
養を行った。グラム染色像では菌糸から楕円形の胞子が並列した酵母様真菌を認め、菌種
推定のためカンジダスクリーニング培地を追加した。培養5日目、各培地には皺があり、培
地へめり込むように発育する集落を認めたが菌種推定には至らなかった。質量分析におい
ても同定不可となったため、千葉大学真菌医学研究センターに塩基配列解析を依頼し、C. 
allociferriiと同定された。なお、生化学的性状検査ではS. ciferriiと同定された。【考察】本
菌で観察されたグラム染色像及び発育形態は他の文献においても同様の報告があり、菌種
推定の一助になると考えられる。また生化学的性状からS. ciferriiと同定され、質量分析に
て同定不可となる場合、C. allociferrii及びCandida muciferaの可能性も考慮する必要が
ある。更に、本菌の報告例は非常に少ないため症例の蓄積も重要と考えられた。

P1-26-7
当院で経験した日本紅斑熱の一例
近藤∙杏香（こんどう∙きょうか）1、村山∙祐子（むらやま∙ゆうこ）1、河合∙裕子（かわい∙ゆうこ）1、山田∙兼一（やまだ∙けんいち）1、
岸田∙昌也（きしだ∙まさや）1、横井∙俊介（よこい∙しゅんすけ）2

1NHO 豊橋医療センター臨床検査科、2NHO 豊橋医療センター内科

【はじめに】日本紅斑熱はRickettsia japonicaを保有するマダニ類に刺咬されることで感
染する疾患である。発熱、皮疹、倦怠感など非特異的な症状で発症し、発熱・皮疹・刺し
口が三徴である。ヒトからヒトへの感染はしない。今回我々は当院を受診した発熱・発疹
等を主訴とする患者が、日本紅斑熱と診断された症例を経験したので報告する。【症例】60
代女性。発熱、食欲低下、下痢、全身脱力、悪寒を主訴とし、当院の救急外来を受診した。
体幹･四肢に発疹が見られ、下肢には点状の紫斑が見られた。掻痒感、疼痛はない。農業
を行っている。【所見・経過】来院時CRP:9.36mg/dL、PLT:151×103/μL、AST:50IU/L、
ALT:26IU/L、LD:290IU/L、敗血症疑いのため血培採取後、CMZを投与し経過観察入院と
なった。入院5日後CRP:28.11mg/dL、PLT:40×103/μLとなり血小板輸血（20単位）を
実施した。AST:167IU/L、ALT:56IU/L、LD:571IU/Lと肝機能障害も認めた。加えてダニ
と思われる小さな刺し口を認めたため、CMZを中止し、MINOの投与を開始した。翌日血
液と刺し口の痂皮を保健所へ提出し、日本紅斑熱と診断された。【まとめ】日本紅斑熱は症状、
検査所見ともに特異的な所見がなく、マダニに刺されたことを自覚する患者も少ないため、
治療の遅れが重症化につながり死亡例もある疾患である。今回初診時では刺し口を見つけ
ることができなかったため、敗血症が疑われた。しかし発疹や血小板減少、肝機能障害に
加えて、刺し口を見つけたことで日本紅斑熱を疑い迅速な治療ができた。日本紅斑熱は全
国で年間300例ほどのまれな疾患のため、今回貴重な経験となった。

P1-26-6
新興感染症（COVID-19）発生からの当院での呼吸器感染症検査の動向と
今後の対策について
細川∙菜津子（ほそかわ∙なつこ）、藤本∙龍也（ふじもと∙たつや）、清水∙信幸（しみず∙のぶゆき）、黒瀬∙望（くろせ∙のぞむ）、
川島∙篤弘（かわしま∙あつひろ）

NHO 金沢医療センター臨床検査科

【目的】金沢医療センターは石川県金沢市に位置し、病床数554床、外来患者数は1日平
均570人である。コロナ禍においてはCOVID-19感染症患者専用病棟・発熱外来を設置
し患者の受け入れを行ってきた。2023年5月にCOVID-19感染症が5類感染症となって
から1年が経過した。今回我々は、COVID-19検査及び他の呼吸器感染症の検査件数の
推移を調査し、今後の新興感染症に備えて対策を検討したので報告する。【方法】当院では
COVID-19に対してSmart Gene（ミズホメディー）、ID Now（Abbott）を主に使用し、
コロナ禍ではLAMP法も行っていた。また5類移行に合わせて抗原検査のExdia EKテスト

（栄研）も導入した。その他呼吸器感染症の迅速検査として、イムノクロマト法にてアデノ
ウイルス、RSV、hMPV、A群溶連菌、マイコプラズマ、インフルエンザの検査を行って
いる。【結果】COVID-19の検査件数はピーク時の2022年8月で1703件/月であった。5
類移行後も暫くは1000件前後/月が続いたが、2023年末頃から次第に減少し2024年4
月には500件以下/月となった。インフルエンザの検査件数は季節性の推移はあるが、近
年増加傾向である。その他の呼吸器感染症についてはほぼ横這いであった。【考察】今回の
COVID-19の流行では、ピーク時から1年半が経過しても検査件数はピーク時の約1/4で
あった。当院では結果入力にオンラインを導入しておらず、全て手動で行っているためピー
ク時には入力ミスや報告の遅れなどが増加した。今後新興感染症や再興感染症の流行に備
えて、Film Array等の新規検査の導入や、入力ミスを防ぐオンライン化も整備していく必
要があると考える。
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P1-27-4
副看護師長の育成とは　―インタビューから見えてきたこと―
湧川∙傑（わくがわ∙すぐる）、高江洲∙美寿 （々たかえす∙みすず）

NHO 琉球病院精神科

[はじめに]看護師長が副看護師長の育成に関わる中で、「どのように教育したらいいのだろ
う」など様々な想いがあった。そこで、看護師長に副看護師長の想いについてインタビュー
を行い、看護師長が描く副看護師像を明らかにし、国立病院機構の看護管理者能力開発プ
ログラム（以下CREAT）を活用した支援を検討するため研究に取り組んだ。[目的]　看護師
長が「A病院の副看護師長像」を考え、副看護師長の人材育成支援につなげる[方法]看護師
長が求める副看護師長像を具体的にするため、看護師長6名に対して半構成化インタビュー
を実施し、逐語録に起こしをデータ化した。研究対象者へ研究参加は自由意志であること
を説明し同意を得た。[結果]逐語録より5つのカテゴリーが抽出された。看護師長が求め
る副看護師長像とA病院2023年副看護師長研究会の副看護師長が考える副看護師長の役割
を果たすために必要と思う知識・技術・態度には共通部分が多かった。[考察]　副看護師
長像をCREATに当てはめると質管理能力の「質の高い看護の提供を目指して自部署の資源
を有効に活用できる」、危機管理能力「リスクを把握し自部署の安全管理体制を整えること
ができる」、人材育成能力「組織の方針を踏まえて自部署職員の人材育成計画を策定できる」
の3つの能力が該当すると考える。看護師長も同様にこの能力を高めることが必要であると
考える。結論1.看護師長と副看護師長が考える管理的視点は共通した部分が多かった。今
後の副看護師長の支援のあり方への指標を導き出すことができた。2.副看護師長の看護管
理能力を高めるためには、質管理能力、危機管理能力、人材育成能力育成が重要である。

P1-27-3
新人看護師が抗がん剤を安心・安全に投与するための指導について～抗が
ん剤投与自立支援ツールの作成と運用を試みて～
白鳥∙志保（しらとり∙しほ）、宮嶋∙純子（みやじま∙じゅんこ）、若月∙愛美（わかつき∙まなみ）

NHO まつもと医療センター血液内科

【はじめに】A病棟では、抗がん剤投与件数が2022年度は2659件あり、新人看護師は就職
して早期から抗がん剤を取り扱う機会がある。しかし、これまでは指導は各プリセプター
に任されており、抗がん剤投与の実践における統一した指導や自立支援が充分でない現状
にあった。また新人看護師が関わる抗がん剤に関するインシデント件数は3件だった。そ
こで指導、評価を統一し、新人看護師が確実な知識・技術を持ち、安心・安全に抗がん剤
投与が実践できるよう取り組みを行った。【実践】新人看護師の抗がん剤投与の実践に関す
る年間計画・進捗状況表を作成した。また、がん化学療法看護認定看護師、プリセプター、
先輩看護師による学習会を実施した。学習会後に、新人看護師にミニテスト（皮下注射・注射・
内服）を実施し、基準点到達後に抗がん剤投与を実施した。そして抗がん剤自立評価チェッ
クリスト（皮下注射・注射・内服）を用いて、評価を定期的に実施した。チェックリストは、日々
の指導スタッフと連携し、評価・フィードバックを行った。【結果】指導計画に沿い新人看
護師に指導し、抗がん剤投与の実践の自立ができた。新人看護師が関わる抗がん剤に関す
るインシデント件数は2023年度は0件に減少した。さらに抗がん剤の予期せぬ副作用に直
面した際に、適切な観察・対応を行えた事例もあった。新人看護師からは不安が軽減でき
たという反応があった。プリセプターや先輩看護師からは年間計画・進捗状況表やチェッ
クリストにより系統立てた支援ができたという意見があった。また知識・技術の再確認の
ために有効であったという評価が得られ、双方にとって効果的な取り組みであったと考え
られた。

P1-27-2
中途採用看護師が組織に適応するための看護部の課題～支援プログラムの
構築に向けて～
金子∙幸代（かねこ∙ゆきよ）、東原∙沙由理（ひがしはら∙さゆり）、本田∙千晴（ほんだ∙ちはる）、岡田∙美子（おかだ∙よしこ）

NHO 大阪南医療センター看護部

【目的】当院は中途採用者の支援体制が整っていない。そのため、中途採用者が職場に馴染
み切れず他施設経験の強みを活かし辛い傾向にある。そこで、中途採用者の支援プログラ
ム構築に向け中途採用者が安心して自病棟の看護業務を習得でき、且つ既存者が期待する
早期戦力化を目標に、中途採用者が組織に適応するための看護部の課題を明らかにした。【方
法】対象は令和元年4月1日から令和5年7月1日までの中途採用者27名。入職時の実態
と希望する支援について、質的先行研究を参考に作成した無記名自記式質問紙調査を実施。
対象者へ調査の趣旨、個人情報の保護、データ処理の方法等を文書で説明同意を得た。【結果・
考察】対象者27名のうち回答が得られたのは23名。回収率85.2％。中途採用者がある程
度自分で判断できるようになったのは、入職して「3か月」9名が最も多く、次に「6か月」4
名だった。これより、他施設経験の強みを発揮するための準備期間として3か月必要である。
また、早く職場に慣れるために希望する支援は複数回答で「電子カルテの使い方」19名が最
も多く、次に「困ったときに聞ける人」16名、「日々の業務」と「自部署の特徴的な疾患・看護」
各15名の順に多かった。また、入職時に支援して欲しかったことの自由記載から4つのカ
テゴリ『仕事と精神面のサポート』、『自部署の特徴的な疾患・看護の説明』、『看護手順を学
び直すための直接指導』、『成果を求めない配慮』が抽出された。これらより、入職時に電子
カルテ操作と看護や疾患の説明を行い、業務の説明、手順の直接指導、精神面を支えるメ
ンターの選出が必要である。また、3 ヶ月の準備期間はむやみに成果を求めない。

P1-27-1
看護師長による人材育成の取り組み ―コンピテンシー・モデルを活用して―
平良∙恵（たいら∙めぐみ）1、末吉∙温子（すえよし∙あつこ）1、西濱∙るみ子（にしはま∙るみこ）1、竹島∙銀治（たけしま∙ぎんじ）2、
末松∙厚子（すえまつ∙あつこ）3

1NHO 沖縄病院看護部、2NHO 琉球病院看護部、3NHO 嬉野医療センター看護部

目的：2021年より、コンピテンシー・モデルを活用した人材育成に取り組んだ。振り返りシー
トをもとにグループ検討会を繰り返し、人材育成に関する看護師長の傾向を明らかにする。
方法：A病院の看護師長12名は、支援対象者の課題を明確にしたうえで、コンピテンシー・
モデルを活用した。3回に分けて行われた振り返りシートの記入とグループ検討会を行った。
その後、自己評価のアンケート調査を実施した。結果・考察：看護師長が実践した支援内
容や今後の支援計画を振り返りシートへ記載し、看護師長自身の思考や指導の傾向を概念
化する過程を繰り返した。アンケートの結果、12名中8名の看護師長は、人材育成が図れ
たと回答した。効果的にコンピテンシー・モデルを活用できた看護師長は、対象者との関
係性を最も重視していた。レディネスを把握し、ロールモデルを示すなど、目標や具体的
な取り組み計画を共有できていた。一方、信頼関係の構築が不十分な場合は、対象者の全
体像や目標の把握が困難となるため、効果的な人材育成に繋げることができなかった。す
べての看護師長が、取り組み当初から意図したコンピテンシーの発揮ができたわけではな
く、3回にわたるグループ検討会を通して、内省を深めることができた。検討会では、看護
部長による直接的な助言や他の看護師長の考えを知る機会となり、スタッフとの信頼関係
を深めるための意図的なコミュニケーション方法を習得できたと考える。結論：振り返り
シートを用いて、実践したことを言語化することは、内省から得た新たな課題に気づけた。
検討会では、看護師長同士が互いの意見を伝えあることで、多角的な視点で対象理解につ
いて振り返る機会となった。
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P1-27-8
当院における看護師と看護補助者の協働の推進に向けた現状調査
木村∙まゆみ（きむら∙まゆみ）、井垣∙美紗子（いがき∙みさこ）

NHO 大阪医療センター看護部

1.研究目的　看護補助者の確保と看護業務の委譲体制の整備、人事考課の検討につなげ、
看護補助者としてのやりがいと看護補助者の業務拡大に向けた具体的施策に取り組むこと
を目的とした。2.研究方法　病棟看護補助者21名を対象に、無記名ウエブアンケートシス
テムを用いた質問紙調査により、1基本属性,2業務内容別,3看護補助者研修,4役割・業務,5
病院勤務の難しさとやりがい,6勤務条件の6項目ついてカテゴリー化集計し分析した。3.結
果　対象は病棟看護補助者21名。業務内容については、業務指示が分かりにくい・指示業
務量が多いが23.8％。身体に清潔に関する業務は81％が実施していなかった。学びたい看
護補助者研修は、患者の移動・移送、患者の見守り、体位変換、寝衣交換のおむつ交換の
順に多かった。病院勤務の難しさとやりがいについては、自己の成長につながり、やりが
いを感じているが感染への不安や患者対応・人間関係の難しさを感じていた。勤続年数応
じた賃金の見直しや業務評価によりモチベーションアップにつなげたいという要求があっ
た。4.考察　看護補助者はやりがいを感じている者も多いが、看護チームのあり方や看護
師の業務委譲体制に課題があることは先行研究と合致する結果であった。看護師からの明
確な指示がないことや、直接的ケアについては看護師と看護補助者とのタスクシェアが不
十分であり看護師への教育も必要であることがわかった。5.結論　看護補助者はやりがい
を持ち働き続けるために、給与の充実や人事考課を期待していることから、組織的な取り
組みが必要である。看護補助者の業務拡大に向けて、看護師・看護補助者と共に教育を充
実させることが必要である。

P1-27-7
先輩看護師と後輩看護師の指導・助言に関する思いと相互理解の重要性に
ついて
前嶋∙泉（まえしま∙いずみ）

NHO 奈良医療センター看護部

【はじめに】職員セルフチェックリストにおいて、他病棟に比べコミュニケーションが取り
にくいと感じている看護師がA病棟に多い事が分かった。その要因の一つとして先輩と後
輩の指導・助言に関する思いの相互理解が不十分なのではと考え、互いの思いを理解する
ことによって指導と普段の態度に関する意識やコミュニケーションの取りやすさに変化が
生じたかを検証した。【倫理的配慮】本研究は施設の倫理審査委員会の承諾を得て実施した。

【期間】令和5年9月～ 12月【対象】A病棟看護師30名【方法】1.ラダー研修生を後輩、経験
年数6年目以上を先輩とし、半構成的質問用紙を用いて指導・助言に関する思いを聞き取り
調査　2.指導・助言に関する思いを提示し周知　3.9段階評価を用いたアンケート調査【結
果】聞き取り調査の結果を掲示後、指導に関する思いの変化と普段の声掛けや反応、態度に
関する意識の変化は全体に良い方向へ変化した。病棟内のコミュニケーションの取りやす
さの変化は変化なかった。【考察】後輩は先輩の思いを知ったことでコミュニケーションの
取りやすさは良い方向へ変化したと考える。しかし、先輩は後輩とのコミュニケーション
に取りにくさを感じておらず後輩の思いを知ったあとも変化はなかったと考えられる。【結
論】それぞれの考えや思いを言語化し、それをまとめ文章にして周知することで間接的にお
互いを知り合うことができた。

P1-27-6
臨地実習に携わる看護師の役割遂行の実態と関連要因
秋永∙紗希（あきなが∙さき）

NHO 嬉野医療センター整形外科

【背景・目的】A病院では、複数の学校と科目の臨地実習を受け入れている。学年や経験など
学生のレディネスにばらつきがあり、学生の特性に合わせた実習指導が課題である。そこ
で実習指導に携わる看護師の役割遂行の実態、実習指導専任化体制マニュアル（以下マニュ
アル）と学習要項の把握との関連要因を明らかにする。【方法】A病院に勤務する、実習指
導を担う経験年数5年以上の看護師104名を対象に「病棟看護師の実習指導自己評価尺度」
と実習指導に関する要因について未記名式質問紙調査を実施し、Mann-WhitneyU検定お
よびSpearmanの順位相関係数を用いて分析を行った。【結果】役割遂行の自己評価は自己
評価尺度合計点数10.3.3±17.9点。【患者の診察および療養生活を維持しながら実習を円
滑に進行する】が高かった。実習指導に関する項目では「学習要項の把握ができている」は
48.6％、「マニュアルを知っている」は50％、「マニュアルを意識している」は22.2％であっ
た。Mann-WhitneyU検定にて「学習要項の把握」、「マニュアルの意識」に有意差があった。

【考察】役割遂行で、患者の診察・療養生活を維持した実習進行が高い評価となった要因は、
安全配慮を含めた看護実践をしながらの実習指導であったからだと考える。学習要項、マ
ニュアルを意識して指導している人は自己評価が有意に高いことから、臨地実習に携わる
看護師は目的や目標、実習指導者の役割を理解して臨み、これが役割遂行の充実につなが
ると考える。【結語】役割遂行の向上には学習要項の把握とマニュアルを意識して実習指導
に臨むことが効果的である。今後は、これらを理解し、意識した役割遂行ができる取り組
みを行いたい。

P1-27-5
身体領域から精神領域へ分野を超えた異動を経験して～戸惑いとそこから
見えたこと～
白川∙美玖（しらかわ∙みく）1、須賀∙裕輔（すが∙ゆうすけ）1、北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）2、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）1、
吉村∙直記（よしむら∙なおき）1

1国立精神・神経医療研究センター病院精神リハビリテーション部、 
2NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科

【はじめに】国立病院機構（以下NHO）はセーフティーネット分野の医療や,5疾病6事業の
医療の提供が使命であり,ジェネラリストとしての活躍が求められている.そのため,自身の
希望する領域への配属が必ずしも約束されているわけではなく,異なる領域間の異動も起こ
り得る.今回,身体領域から自身の希望する精神領域への異動を経験し,その中で感じた戸惑
いや経験について考察を交えて報告する.【経過と結果】身体領域では,マニュアルや教育体
制が整備され,OTの役割や介入方法が明確であった.しかし,精神科へ異動してみると,算
定基準や集団を扱うといったシステムの違いがあった.さらに,多職種や地域との会議で意
見を求められることなど,未経験の業務ばかりで身体領域で3年経験し異動後も適応できる
と思っていたが,実際に分野をこえると新人同様の状態となり,戸惑いや今後に対する不安
に襲われた.しかし,認知行動療法など標準化された治療法や疾患についてレクチャー ,OJT
で先輩にシャドーイング,同様の体験をしたメンターの存在があり,新しい環境で適応でき
る自信と見通しができた.【考察】年齢や経験年数に関係なく,異動には不安や戸惑いが生じ
る.相談できる人や,メンターの存在,教育システムといった各施設での受け入れ態勢の整
備される事が必要だと実感した.また,NHOのカリキュラムとして,過去開催されていた新
入職者研修の再開や,分野間異動者向けの研修が異動前に受けられるなどのシステムがあれ
ば、離職防止やキャリアアップにも繋がるのではないかと考える.
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P1-28-3
人工膝関節置換術後の膝伸展制限に対し膝窩筋の機能改善が奏功した一症例
中村∙海（なかむら∙うみ）1、柴田∙康宏（しばた∙やすひろ）2

1NHO 豊橋医療センターリハビリテーション科、2NHO 豊橋医療センター整形外科

【はじめに】膝関節における伸展可動域の獲得は荷重時の外部膝関節屈曲モーメントの減少
や側副靭帯等の静的支持機構を機能させるためにも重要である．今回，膝窩筋への介入に
より左人工膝関節置換術（TKA）後患者の膝関節伸展制限の改善が得られた症例を経験した
ため，若干の考察を踏まえ報告する．【症例】60歳台女性で，左変形性膝関節症に対して，
手術支援ロボット使用下でのmedial parapatellar approach法による左TKAが施行され
た． 【経過】左膝伸展可動域は，術前-20 ，゚術中0 で゚あった．術後翌日より理学療法介入
を進めていたが，術後14日時点で左膝伸展可動域-10 と゚伸展制限が残存していた．再評
価を行ったところ，股関節や足関節肢位を変えても左膝伸展可動域に変化はみられなかっ
たが，大腿骨に対して下腿を内旋すると左膝伸展可動域は0 で゚あった．さらに左膝伸展最
終域で膝窩筋に沿っての圧痛を認めた．膝窩筋に対してアプローチを行ったところ左膝伸
展可動域0 を゚獲得し，退院まで再び伸展制限を認めることはなかった．【考察】膝窩筋は
大腿骨外側上顆の外側面および外側半月板後部から起始し，ヒラメ筋線より上の脛骨後面
上部に停止する単関節筋である．そのため，股関節や足関節肢位による影響を受けにくい．
また，膝窩筋は主に膝関節の屈曲と内旋に作用するため，大腿骨に対し下腿を内旋すると
弛緩する．以上の機能解剖学的特徴と再評価の結果から，本症例の左膝伸展制限因子は膝
窩筋の機能低下であると考えた．【結語】TKA後に生じる膝窩筋の機能低下が、膝関節伸展
制限の原因となる可能性がある．術後の可動域獲得において，機能解剖学に基づいた評価，
治療を行うことが重要である．

P1-28-2
多発外傷後の膝関節屈曲制限難治例～左膝関節上方組織に注目して徒手的
操作を行い、膝関節屈曲可動域に改善が見られた一例～
西岡∙孝浩（にしおか∙たかひろ）

NHO 呉医療センターリハビリテーション科

【はじめに】大腿骨骨幹部骨折は交通事故など高エネルギー外傷にて発生することが多く、
骨折直後より歩行困難となり筋の牽引作用により下肢が一定の肢位になりやすい.治療には
骨癒合に時間を要し、術後の運動療法では受傷時の外力や手術による軟部組織の損傷後に
生じる拘縮に対して的確に介入することが求められる.このたび交通外傷により全身多発外
傷を呈し、術後発生した膝関節拘縮に対して膝関節上方組織に着目した徒手的アプローチ
を行い、屈曲角度に改善がみられた症例を経験したためここに報告する.

【症例紹介】30歳代男性.原動機付き自転車で走行中に普通乗用車と衝突し、同日当院へ
救急搬送.XpとCTにより右腸骨骨折、左寛骨臼開放骨折、左大腿骨骨幹部骨折、左大腿
骨外側顆（Hoffa）骨折、左前十字靭帯損傷、右膝蓋骨骨折、右脛骨腓骨骨幹部骨折、左
第1 ～ 10肋骨多発骨折、左外傷性気胸の診断.妻と息子の3人暮らしでうつ病の既往あ
り.Demandは歩行獲得、仕事復帰.

【経過】安静度拡大に伴い膝関節屈曲可動域は緩徐に改善を認めたが、術後57日目に左大腿
骨外側顆に異所性骨化が出現.一時的に屈曲可動域は低下したが最終評価時（術後94日目）
には86°を達成した.

【考察】徒手持ち上げ操作や持続伸長など各種運動療法により膝関節屈曲可動域は改善した
が、目標の90°は達成することができなかった.受傷直後の安静度制限や解剖学的な機能障
害は有していたものの、ニーブレース固定中に主治医許可のもとpatella settingsなどの関
節運動を伴わない等尺性収縮による訓練を追加することも考慮すべきだった.

P1-28-1
下肢筋力の非対称性が患者立脚型評価および運動機能に与える影響-人工
膝関節全置換術施行患者（TKA）による検討-
月岡∙亮（つきおか∙りょう）、石井∙俊介（いしい∙しゅんすけ）、朝日∙達也（あさひ∙たつや）

NHO 西埼玉中央病院リハビリテーション科

目的
TKA患者のリハビリにおいて下肢筋力低下を予防する事は重要だが、下肢筋力の非対称性
に着目した研究は少ない。新井らは下肢筋力非対称性が、生活動作制限につながる可能性
を示しており、地域在住高齢者だけでなく入院患者における検討が必要であると述べてい
る。そこで本研究ではTKA施行患者の下肢筋力非対称性が与える影響を調査し、術後リハ
ビリの一助になるかを検討する事とした。
対象・方法
当院にてTKAを施行した女性28名（平均年齢 75.0±9.5歳）を対象とした。測定項目は
術前、術後3w時点での疼痛（VAS）、膝伸展筋力（HHD）、5m歩行速度、TUG、Quick 
squat、患者立脚型評価としてKOOSを用いて測定を行った。下肢筋力の非対称性につい
ては、（左右の膝伸展筋力の差の絶対値）/左右の膝伸展筋力の強い方の値×100 で算出
し、非対称性指数（%）とした。先行研究より非対称性指数が20% 未満を下肢筋力対称群、
20%以上を下肢筋力非対称群とし、2群間で測定項目の比較を行った。統計解析には SPSS 
Statistics Base 29 を用いた。
結果
2群間の内訳は対称群13名（46.4%）、非対称群は15名（53.6%）であった。2群間の比較
において有意差のみられた項目は、術後3wのKOOS（痛み：対象群41.5±33.0、非対称
群63.7±23.2）（日常生活動作：対象群42.1 ±33.5 、非対称群73.0 ±29.9）p＜0.05
であり、対称群は非対称群に比べ術後3w時点でのKOOSの得点が低い結果となった。運
動機能項目は、優位差はないものの全項目で対称群が非対象群に比べ高い結果であった。
結論
本研究より対象群の術後リハビリでは患者の手術に対する期待値を踏まえた患者教育や、
ADL練習の強化といった後療法の工夫が必要である事が示唆された。

P1-27-9
周手術期患者に対する看護師の栄養管理への意識の向上と行動の変化
隈元∙遼佑（くまもと∙りょうすけ）、黒木∙拓弥（くろぎ∙たくや）、柴丸∙晴香（しばまる∙はるか）、後藤∙彩菜（ごとう∙あやな）、
渡邉∙沙弥香（わたなべ∙さやか）、掛波∙直子（かけなみ∙なおこ）、武原∙幸子（たけはら∙さちこ）

NHO 山口宇部医療センター呼吸器外科

【目的】教育を行うことにより看護師の周手術期患者に対する栄養管理への意識向上と行動
の変化を明らかにする。【研究方法】研究期間：令和4年8月～令和6年2月対象：A病棟の
同意の得られた看護師19名方法：栄養管理についての勉強会実施前後で、意識と行動につ
いてアンケート調査を行い、単純集計し分析を行った。【倫理的配慮】B病院倫理審査委員
会で承認を得た。【結果と考察】「栄養管理の必要性」は、外科病棟経験年数で差はなく、勉
強会前後で85.6％以上の看護師が必要性を感じると回答し、栄養管理への意識は高かった。
外科病棟経験年数5年目以上の看護師は、「栄養状態への知識不足を感じる」が勉強会前後
で100％から25％まで減少し、「NST介入が行える」は0％から50％に上昇した。また、「看
護師間で話し合えている」が0％から75％、「栄養士への相談ができている」は50％から
75％に上昇した。継続的な勉強会は知識や意識を向上させ、栄養管理への介入の増加につ
ながり、行動に変化があった。しかし、外科病棟経験年数5年目未満は「栄養状態への知識
不足を感じる」でほぼ全員が知識不足の改善はなく、「NST介入が行える」は38％と上昇せ
ず、勉強会後の変化はみられなかった。これは、対象の理解度を確認しながら勉強会を行っ
ていく必要があったと考える。【結論】1．外科病棟経験年数5年目以上の看護師は、勉強会
により意識が向上し栄養管理への行動変化があった。2．外科病棟経験年数5年目未満の看
護師は、栄養管理の必要性に関する意識は高かったが、行動の変化に繋がらなかった。3．
対象の理解度を確認しながら、勉強会を工夫していく必要があった。
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P1-29-1
令和6年度能登半島地震52日後のJMAT調整支部における調整業務を経
験して～県DMAT資格をとって半年以内での出動を通して～
伊集院∙万人（いじゅういん∙かずと）1、大浦∙宏樹（おおうら∙ひろき）1、宇津∙秀晃（うず∙ひであき）2

1NHO 福岡東医療センターリハビリテーション科、2NHO 福岡東医療センター救急救命部

【はじめに】災害拠点病院の職員としてより良く活動できるよう令和5年度に県DMAT業務
調整員の資格を得た。業務調整員は、通信・資源管理と生活環境設備を担う。【目的】登録6 ヶ
月後に甚大災害が発災。JMAT調整支部の業務調整員として出動機会を得た。県DMAT隊
員研修時に演習していない支部調整業務を具体的に実施・経験したので報告に考察を加え、
支部内の業務調整員活動に役立てること。【方法】支援活動時のｸﾛﾉﾛや実際行った業務を提
示し、考察を加え報告する。【報告】今回のﾐｯｼｮﾝは、JMAT調整支部の統括業務の支援。出
動隊として統括DMAT・災害ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ医師1名と県DMAT業務調整員1名。調整支部統
括内の業務調整員は4名。担当を調整2名・事務2名で分担し、事務担当として活動。主な
業務は、各隊活動報告整理、毎日の出動・退出班確認、調整支部での受けつけや任務にあ
たる班の業務調整員への通信の確保方法、各種会議の議事録作成、統括医師のﾆｰｽﾞへの対応。
そして自部隊の統括支援医師への情報管理と資源管理。【考察】統括支援における業務調整
員として出動中に統括支援DMAT医師に積極的に相談すべきであったと痛感した。4日間
出動した中で支部内や登録隊員への説明業務の際に電子地図上における避難所施設と避難
所ｶﾙﾃ連動ｼｽﾃﾑへの記入に対する優先度や記入義務について同じ出動隊の統括DMAT医師
から指摘や議論があった。しかし、出動した部隊の現場情報登録時に支部へ情報を伝達す
ることの必要性や重要度について自分自身が不理解であった為、調整支部全体に相談や提
案などの調整ができなかった。活動終了後のﾃﾞﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ・JMAT福岡情報WEB会議に出
席した中で気づけた経験であった。

P1-28-6
当院の慢性疼痛診療おける「いきいきリハビリノート」の活用とPTの役割
藤井∙孝充（ふじい∙たかみつ）、川崎∙元敬（かわさき∙もとひろ）、藤野∙裕美（ふじの∙ひろみ）

NHO 四国こどもとおとなの医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院では2019年4月に疼痛医療センターが開設され，慢性疼痛患者に対して痛
みによって低下した日常活動や生活の質を改善，向上することを目的に多職種で集学的な
取り組みを行っている．

【方法】運動療法と患者教育を併用した認知行動療法ツールとして開発された「いきいきリハ
ビリノート」（以下，ノート）を用いた運動促進法を実施している ．
ノートに短期と長期の具体的目標を医療従事者と一緒に設定し，ノートへ日々の記入を依
頼した．記入する具体的な内容は行動，身体の調子，考え，感情，自己のねぎらいから，
認知変容（歪んだ考えの気づき，セルフケア実施，自己効力感向上）を促し，個々に応じた
主体的な運動療法を提案した．

【成績】本治療を実施した40代男性の症例ではTUGは14.9秒から9.1秒，10m歩行テス
ト10.4秒から7.2秒，μtasを用いた筋力テストは膝伸展で6.5Kg/fから23.1 Kg/f，股
関節屈曲で6.8 Kg/fから19.8 Kg/fと改善した．また疼痛スコアのNRS最大は8/10から
5/10，平均は7/10から5/10，疼痛生活障害尺度PDASは29から15，不安・抑うつ評価
HADSは不安が11から8，うつは11から5，破局的思考尺度PCSは36から25，自己効力
質問票PSEQは32から51，生活の質EQ-5Dは0.437から0.749といずれも改善した．本
症例はノート導入から半年後に復職に至り社会復帰されている．

【結語】ノートを用いた運動促進法により，疼痛だけでなく身体活動および心理的側面の改
善も得られ生活の質が向上した．
慢性疼痛診療でのPTの役割として患者教育，目標設定，協業的意思決定．ペーシングの管理，
患者に応じた運動内容や種類と頻度の専門的提案，セルフケア実施の確認と有効性の評価
などが考える．

P1-28-5
非麻痺肢に変形性膝関節症を有する右片麻痺患者に対し介入早期から対称
的な立位姿勢の獲得を目指した一症例
伊藤∙裕太（いとう∙ゆうた）1、平川∙崇（ひらかわ∙たかし）1、平野∙哲生（ひらの∙てつお）1、井上∙幸哉（いのうえ∙ゆきや）1、
江田∙大武（えだ∙ひろたけ）2

1NHO 浜田医療センターリハビリテーション科、2NHO 浜田医療センター脳神経外科

【はじめに】非麻痺肢の変形性膝関節症（膝OA）を有する右片麻痺患者に対し、荷重・視覚
フィードバックに加え長下肢装具を使用し、対称的な立位姿勢を目指すことで、疼痛を増
悪させることなく、動作能力の向上を認めたので報告する。【症例】左ラクナ梗塞発症後10
日目の80歳代女性。Brs:上肢II、手指I、下肢III。上下肢の深部感覚障害を認めた。既往
に左膝OAがあり、入院前はシルバーカーを利用していた。介入時、膝関節痛は体動時で
NRS1 ～ 2であったが、静止立位では非麻痺肢への荷重量が顕著に増加していた。また、麻
痺肢への荷重を求めると、骨盤は水平性を保てずに右回旋や体幹の右側屈を認め、非麻痺
肢の過剰努力が観察された。今後、運動強度が増大するにつれ膝関節痛が増悪することが
懸念された。【介入内容】荷重量や視覚からのフィードバックを利用し、対称的な立位姿勢
の再学習を目指した。また、立位や歩行時で顕著な膝折れは認めず、長下肢装具の使用は
必須ではなかったが、あえて使用することで麻痺肢の支持性を十分に確保し、麻痺肢への
荷重を促すと同時に、適切な動作学習が得られやすいようにした。【結果】随意性に大きな
変化はなかったが、静止立位での麻痺肢荷重量の増加を認めた。また、骨盤の右回旋や体
幹の右側屈は不十分ながらも改善し、非麻痺肢の過剰努力は軽減した。【考察】非麻痺肢に
膝OAを有する右片麻痺患者に対し、介入早期から荷重や視覚フィードバックを利用した立
位練習の実施に加え、長下肢装具を積極的に使用することで適正な立位姿勢を再学習する
ことができた。結果的に膝関節痛を増悪させることなく、本人と夫が希望するレベルまで
動作能力が改善するに至った。

P1-28-4
人工股関節全置換術後における立位活動性と外来リハビリ継続の関連性
小原∙一真（おはら∙かずま）、石井∙達也（いしい∙たつや）、梶原∙明日美（かじわら∙あすみ）、門脇∙守男（かどわき∙もりお）

NHO 福山医療センターリハビリテーション科

【目的】当院では人工股関節全置換術（以下、THA）後の患者に対し、3週間のクリニカルパ
スを運用しており退院後は必要に応じて外来リハビリ（以下、外来）を行っている。今回、
自宅退院に至ったTHA術後患者のうち、外来移行となった患者の特徴について調査した。

【対象、方法】2022年9月から2023年9月の間に自宅退院に至ったTHA術後患者を外来移
行群56例（男性6例、女性50例、69．4±8．5歳）と非外来群25例（男性8例、女性17
例、67．7±9．9歳）に分類した。調査項目は年齢、性別、床上生活の有無、術側JHEQ、
JOAスコア、TUG、5m歩行速度、靴下着脱の可否、脚長差、杖歩行自立までの日数等とし、
各項目を診療録より後方視的に抽出した。【結果】退院後の外来移行率は69．1％であった。
群間比較では年齢、性別、JOA（術前の立ち仕事・歩行能力、退院時の疼痛・しゃがみ込み・
歩行能力・階段昇降能力）、靴下着脱の可否に有意差を認めた（p＜0．05）。群間に有意差
を認めた項目を独立変数、退院後の外来の有無を従属変数としてロジスティック回帰分析
を行った結果、最も外来継続に影響する項目として術前JOAの立ち仕事が抽出された。術
前後比較では、両群ともJOAの立ち仕事に有意差は認めなかった。【考察】今回、術後も立
ち仕事能力が十分に獲得出来ていない患者が退院後も外来継続の必要があることが示唆さ
れた。対象者は女性が多く、早期に家事を想定した立位活動時間の拡大を図ることで外来
継続の必要性が減少する可能性がある。また、当院の外来終了基準は明確でなく、30分の
立ち仕事能力の獲得を終了基準にすることで、外来期間短縮に繋がる可能性がある。
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P1-29-5
避難所運営における活動内容と今後の課題～ DMAT隊員としての知識を
活かして～
桑田∙佳明（くわだ∙よしあき）

NHO 金沢医療センター手術室

本年に発生した能登半島地震において多くの被災者が避難所での生活を余儀なくされた。
避難所の運営はガイドラインでは市役所職員や地域自治会などによって運営されることが
記載されているが、実際はその避難所に避難してきた被災者による有志にて行われている
ことが多い。私自身も被災し避難所での生活を送った。避難所に入ると、すでに傷病者が
みられたが医療従事者が対応している様子や、避難所運営もされている様子もみられなかっ
た。そこで私を含め数名での避難所本部を設営し運営を開始した。避難所では本部、救護
所班、公衆衛生班、物資調達班に分け活動を行った。避難所の救護所に集まってきた傷病
者をトリアージし、病院に搬送依頼を行っても病院がキャパオーバーで受け入れ拒否や道
路が寸断されており病院までたどりつけない状況であった。そこで、当院の災害対策本部
に連絡し避難所内の傷病者リストを伝達し活動拠点本部よりDMAT4隊による中等症6名、
重症2名の搬送を行うことができた。発災した日が元日であったこともあり帰省者も多数い
たことで避難所内は一時1300人を超えるまで多くなり、備蓄も不足し避難所内のスペース
も十分に確保することができなかった。避難所運営を行うスタッフも全員被災者であり交
代要員や休息時間を確保したくても人員が足りず難渋した。発災4日目以降になると避難者
の心身の疲労が蓄積し内因性の疾患による急変にも対応が必要であった。発災急性期にお
ける避難所運営において自己が行った活動および、今後の課題について報告する。

P1-29-4
令和6年能登半島地震でのDMAT本部活動～高齢者福祉施設のリエゾン活
動を経験して～
唐川∙雅生（からかわ∙まさお）1、大野∙開成（おおの∙かいせい）2、小林∙和歌子（こばやし∙わかこ）3、石井∙雅基（いしい∙まさき）3、
秋山∙一郎（あきやま∙いちろう）4

1NHO 岡山医療センター薬剤部、2NHO 岡山医療センター臨床工学室、 
3NHO 岡山医療センター看護部、4NHO 岡山医療センター乳腺甲状腺外科

＜はじめに＞令和6年1月1日16時10分に石川県能登地方で発生した最大震度7の地震に
対し、中部地方に属するDMATが派遣された。その後、全国へDMAT派遣要請があり、当
院も6次隊として現地で本部活動を行ったので報告する。
＜活動報告＞当院DMATとして、医師1名、看護師2名、業務調整員2名の1隊を編成し
派遣した。活動期間は、1月20日から23日の4日間であり、能登町保健医療福祉調整本
部（能登町役場内）にて本部活動を行った。メンバーは、活動中のDMATから引き継ぎを受
け、搬送調整係、記録係、連絡係、高齢者福祉施設リエゾン係に分かれ、搬送調整や情報
収集等の活動を行った。リエゾン係は能登町役場の健康福祉課内に設置し、役場の職員や
DHEATに所属する業務調整員と協働して高齢者福祉施設の被災状況や医療ニーズ、支援の
必要性等の情報を収集した。収集した内容を評価し、クラウドサービスのKintoneに反映
させ、石川県高齢者施設調整本部（石川県庁内）との情報共有を行った。リエゾンでの活動は、
医療ニーズの調査だけでなく多岐にわたる。そこで、コンタクトリストや高齢者福祉施設
評価変更一覧表を新規に作成しミーティングで活用した。また、後続隊への引継ぎを考慮し、
一日のスケジュールをエクセルにまとめた。
＜考察＞リエゾン活動では、施設ニーズの調査を行う際に、施設管理者と職員との間で認
識の相違が生じることがあり、これが支援の必要性を決定する際に影響する可能性がある。
そのため、受援側の負担にならない程度に施設職員とのコミュニケーションも重要である
ことが示唆された。
＜まとめ＞本部活動を経験して、他のDMATやその他機関と協力して、活動を行うことが
できた。

P1-29-3
令和6年能登半島地震における医療班活動を経験して～被災者と医療班を
つなぐ役割の大切さを感じて～
奥家∙弓美子（おくいえ∙ゆみこ）、下江∙竜祐（しもえ∙りゅうすけ）、久住∙倫宏（くずみ∙のりひろ）、古賀∙和真（こが∙かずま）、
松永∙唯永（まつなが∙ゆいと）

NHO 岡山医療センター看護部

【はじめに】2024年1月1日16時10分に石川県能登半島地方を震源とするマグニチュー
ド7.5、最大震度7を観測する大地震が発生し、甚大な被害をもたらした。この震災に対し
DMATや国立病院機構医療班（以下：NHO医療班）が活動を開始した。【目的】NHO医療班
は、救護所・避難所等の医療救護活動を行い、地域医療の復興を支援する事が目的である。
そこで今回我々、岡山医療センター医療班は、発災23日目から3日間、現地活動を行った
ので報告する。【活動内容】医療班として、医師1名、看護師2名、薬剤師1名、業務調整員
1名の5名で構成した。まず金沢医療センター内にあるNHO現地対策本部に向い、活動内
容についてのミーティング後、被災地へ向けて移動した。活動期間中は、市立輪島病院の
診療支援や輪島市内の避難所での医療活動を行った。【考察】災害時には、被災地に様々な
機関が支援に訪れる。NHO医療班もその一つであるが、災害情報管理については、災害診
療録やJ-SPEED、D24Hを用いた方法に統一されていた。しかし、避難所に訪れる医療班
やその他組織は毎回違うため、被災者に与える人的ストレスも大きいのではないかと感じ
た。従って、医療班の間での情報共有はもとより、被災者の方々と我々を“つなぐ”役割を
担う人の存在が大切であると感じた。更に、避難所生活が長期化し、衣食住だけでなく健
康被害などの問題も予測された。より、現場ニーズに対応した支援方法も重要であると示
唆された。【まとめ】今回、医療班活動を通して、被災者支援に従事した。可能な限り活動
が途絶える事なく、切れ目のない活動を行うには、効率的な情報の共有と引継ぎも重要で
あると思われた。

P1-29-2
能登半島地震でのDMAT活動で垣間見えた災害時における診療放射線技
師の支援に関する問題点
西田∙寛規（にしだ∙ひろき）、荒木∙孝之（あらき∙たかゆき）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター放射線科

【目的】令和6年1月1日に能登半島地震が発生。日本DMATの業務調整員である私は、令
和6年1月12日から17日にDMAT第5次隊として能登町の公立宇出津総合病院で病院支
援活動を行った。その中で「1名の女性放射線技師が約10日間もの期間、自宅に帰らずに
連続で勤務している状態である」という問題に直面した。発災12日目でようやく出勤不可
だった別の診療放射線技師が無事に復帰したことによって宇出津総合病院レントゲン室の
機能は維持された。しかし、この女性放射線技師に強いられた負担は相当なものであり、
南海トラフやその他の大地震が発生した際には「第2、第3の宇出津総合病院」となってし
まう病院が必ず出てくる。そこで今回はこの問題に着目し、対策と課題について考察した
ので報告する。【状況】常勤診療放射線技師が4名の病院で、救急告示病院であるため、当
直制だった。今回の被災によって4名中3名が出勤不可となり、常勤1名で約10日間対応
していた。【考察】石川県診療放射線技師会に支援を要請していたとしても県全体が被災し
ているため受援は難しかったと思われる。日本診療放射線技師会の災害支援認定診療放射
線技師の支援を受けるのが妥当であったと思われるが、その認知度が低いことと認定者数
が200名ほどしかいないことが問題である。【結論】災害支援認定放射線技師の認知度を高
める活動が必要であり、その認定者数も増やしていく必要があると思われる。また、国立
病院機構としての特性を生かし、育休や病休による人手不足の対策としてフットワークの
軽い人材交流を普段からすることによって災害時に支援しやすい環境を作るということが
大事であると思われる。
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P1-30-2
手術室における再製造単回使用医療機器（R-SUD）導入の現状と効果
吉田∙弘毅（よしだ∙こうき）1、木部∙貴章（きべ∙たかあき）2、鈴木∙華奈（すずき∙かな）2、武富∙貴子（たけとみ∙たかこ）2、
三輪∙佳織（みわ∙かおり）2、窪田∙靖志（くぼた∙やすし）1、鈴木∙美和（すずき∙みわ）1,3

1NHO 災害医療センター診療看護支援教育室、2NHO 災害医療センター看護部手術室・中央材料室、 
3NHO 災害医療センター看護部

【背景】再製造単回使用医療機器（Remanufactured Single Use Device:以下R-SUD）は使
用された単回使用医療機器（以下SUD）が適切に収集・検査・分解・洗浄・再組立て及び滅
菌等が実施され、再び販売されるものをいう。諸外国の状況も踏まえ日本においても2017
年に規則改正され、制度として開始された。2024年5月現在10品目が承認され、手術室
関連製品としては腹腔鏡用ポート・フットポンプカフの2品目が販売されている。今回、A
病院手術室におけるR-SUDの現状と効果について報告する。【現状】A 病院では、2023年
11月よりフットポンプカフの使用済オリジナル品をR-SUD メーカー Bが収集し再製造後
購入する運用でR-SUDの使用を行っている。また、欧米では再製造されている超音波凝固
切開装置等の使用済みデバイスを米国R-SUDメーカーCが収集する取り組みも行っている。

【結果】廃棄されていた SUDが収集されることにより、A 病院の医療廃棄物量が1年間で約
225kg減少する見込みであり、収集代金も得られた。また、使用しているR-SUDの材料費
は SUDと比べ低く、使用時の不具合の発生はなかった。【考察】期待される効果としては「全
数検査による不具合発生率の抑制」「廃棄物削減・医療資源の有効活用による環境保全」「廃
棄費用・材料費低減」があげられる。一方で、収集・保管・発送の一連の流れ及び再製造品
の購入割合等の運用方法や取り組みの周知・理解および協力体制の構築が必要である。日
本におけるR-SUD 製品は未だ少ない現状であり、導入拡大に向け安全性・性能・耐久性の
確保を前提とし超音波凝固切開装置等を含め医療現場のニーズに合わせた手術関連 R-SUD
の製造の推進を国とメーカーに期待したい。

P1-30-1
クリニカルパス日数変更による平均在院日数短縮の検証結果
石井∙里絵（いしい∙りえ）、久保∙めぐみ（くぼ∙めぐみ）、赤木∙涼太郎（あかぎ∙りょうたろう）、堀江∙あゆみ（ほりえ∙あゆみ）、
三浦∙千絵（みうら∙ちえ）、今井∙由江（いまい∙よしえ）、古山∙卓也（ふるやま∙たくや）、奥∙ひとみ（おく∙ひとみ）、
阿部∙香菜子（あべ∙かなこ）、松田∙弘美（まつだ∙ひろみ）、大藤∙美喜（おおとう∙みき）、西岡∙巧（にしおか∙たくみ）、
清水∙洋祐（しみず∙ようすけ）

NHO 呉医療センター診療情報管理室

【目的】当院ではクリニカルパス委員会（以下パス委員会）にて、入院期間2を超えているク
リニカルパス（以下パス）について診療情報管理室が抽出したデータを基に、入院期間2丁
度でのパス日数の変更を行っている。2022年度は18件、2023年度は5件のパスを入院
期間2丁度に変更することができた。そこで入院期間2丁度のパスに変更したことによる平
均在院日数の検証を行った。【対象】2022年度、2023年度に入院期間2丁度に変更したパ
ス23件。【方法】入院期間2丁度のパスを適応した症例をパス統計より抽出し、DWHで抽
出したDPCデータと突合した。【結果】入院期間2丁度に変更したパスのうち、23件中13
件は平均在院日数が短縮していた。そのうち眼科、白内障のパスは片眼を3日から2日、両
眼を6日から5日に変更したことで、平均在院日数も片眼は3日から2日、両眼は6日から
5日と1日短縮。片眼は全90件、両眼は全31件のうち1件を除きパス通り退院していた。
一方、整形外科のTKAのパスは22日から20日に変更し、パス変更前後では平均在院日数
は26.4日から24.4日と2日短縮するも、全21件のうち19件（90.4％）は20日目以降で
の退院となっていた。【結語】入院期間2丁度に変更したパス23件のうち13件のパス使用
症例で平均在院日数の短縮がみられた。パス使用も平均在院日数が短縮しなかった理由は
術後の合併症や患者希望の他、精査後手術となり術前日数が長いことなどであった。今後
はパス日数変更前後の平均在院日数やパス変更後の長期化症例についても分析を行い、パ
ス委員会や診療科にフィードバックするとともに、在院日数の管理を行うことで、効率性
指数の向上にもつなげていきたい。

P1-29-7
自衛隊機CH-47による広域医療搬送の課題と対策
川副∙友（かわぞえ∙ゆう）、高舘∙達之（たかだて∙たつゆき）、鈴木∙なつみ（すずき∙なつみ）、石川∙良江（いしかわ∙よしえ）、
川村∙巧（かわむら∙たくみ）、畠山∙伸（はたけやま∙しん）、山田∙康雄（やまだ∙やすお）

NHO 仙台医療センター救急科

【背景】DAMT活動においては、急性期の地域医療支援の一環として入院患者の域外搬送が
重要となる。能登半島地震においても地域病院の機能維持のため入院患者の域外搬送を余
儀なくされ、多くの患者が域外搬送された。当院DMAT隊は自衛隊機CH-47による域外
搬送の機内DMATとして活動し、その課題を得たので報告する。【活動内容】当院DMAT
は令和6年1月7日～ 9日まで活動した。活動は市立輪島病院におけるDMAT活動本部支
援であった。市立輪島病院では上水/下水が使えない衛生的な問題、検査機器の損傷また
職員の被災のための医療資源不足などから安全な入院患者管理ができないと判断し、入院
患者の域外搬送に務めていた。我々が活動していた1月8日、9日には自衛隊機の調整がさ
れ、計3回（15名/回）の域外搬送が実行された。1月9日の搬送においては活動終了に合
わせて機内DMATとしてCH-47に添乗し、輪島市臨時ヘリポートから福井空港まで患者の
管理を担当した。その際に、以下の課題を得た。臨時ヘリポートにSCUはなく、地域病院
と臨時ヘリポートまで搬送車両によるピストン搬送となり、先着の患者は管理不十分の環
境下で1時間以上もヘリ内で待機を余儀なくされた。ヘリ内は騒音のため患者とはおろか、
DMAT隊間でも情報共有ができない状態であった。振動・揺れ・空調問題などの悪環境の
ため気分不良者が出やすい劣悪な環境であった。モニター、吸引、予備酸素などが揃って
いないため、臨時の対応は困難と言わざるを得ない環境であった。【結論】今回能登半島地
震において入院患者の域外搬送のため、自衛隊機による域外搬送を経験した。課題と対策
案を報告する。

P1-29-6
能登半島地震での医療班活動の安全管理に関する考察
長井∙稔（ながい∙みのる）1、羽竹∙隆幸（はたけ∙たかゆき）1、中田∙賢（なかた∙けん）2、崎川∙紘史（さきがわ∙ひろふみ）3、
柴田∙尚明（しばた∙なおあき）4

1NHO 南和歌山医療センター看護部救命救急センター、2NHO 南和歌山医療センター事務部、 
3NHO 南和歌山医療センター薬剤部、4NHO 南和歌山医療センター救命救急科

【はじめに】今までDMATとして熊本地震など複数の災害支援活動を経験した。この度の能
登半島地震では、医療班として支援活動に参加したが、今までの活動に比べ身の危険を感
じる活動であった。医療班研修の安全管理の講義で用いるリスク分析の手法を用いて、本
活動の安全管理を振り返る。

【目的】本活動の安全管理を振り返り、今後の災害支援における安全管理やリスク低減に活
かす。

【倫理的配慮】被災者及び支援者の個人が特定されないよう倫理的配慮を行った。
【活動内容】輪島市内で避難所スクリーニングを実施した。移動は積雪や道路の損壊、土砂
崩れの影響により、予定通り通行できるか不明であった。移動中に震度5の余震が起きたり、
駐車場のぬかるみにタイヤを取られ牽引が必要となったり、渋滞により20時まで対策本部
に戻れなかった。低減策として衛星電話を持参、隊列を組み移動し、車両間はトランシーバー
を使用、道路の亀裂箇所は最徐行、道路情報は本部と共有した。ぬかるみに車のタイヤを
取られる想定外の状況が起きたが、本部への連絡手段と体制を確保し大事には至らず、避
難所スクリーニングを実施できた。

【考察】安全管理の講義で用いるリスク分析に沿って考察を行った。想定される「中リスク」
に、道路の寸断、ガソリンの枯渇、タイヤのバースト、通信の途絶による孤立が挙げられた。
本部との密な情報共有や指標を用いて起こりうるリスクを予見し、安全対策を講じること
により活動の安全性が確保できた。

【結語】本活動は、危険情報の収集・評価の結果、中リスクの判断に基づく低減策を講じた。
事前のリスク分析は、起こりうるリスクの予見及び安全な災害活動に重要である。
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P1-30-6
算定漏れ防止に向けたワーキング活動について
堀井∙竜也（ほりい∙たつや）

NHO 宇多野病院事務部企画課

【経緯】医師がオーダー指示を行っていたが、「実施（三点認証）」がされていなかったことか
ら未実施の状態となり、医事に会計データが送られず算定されていないことが判明した。
その結果、算定までのプロセスをチェックする仕組み作りが必要となった。【目的】当院で
行われた医療行為に対して、診療報酬として漏れなく算定できるような仕組みについて検
討を行う。例えば、テンプレート等を使ってお互いに簡易に算定に繋げるような仕組みを
構築する。また、各部門で非効率になっている業務を見直し、業務効率化にもあわせて取
り組む。【方法】「算定等改善WG」と題して、ワーキングの立上げを行った。構成員は、事
務職員、病棟副看護師長、医事委託スタッフ、電子カルテシステムSEなど、実際にオー
ダー入力から算定を行う多職種メンバーを参加者とした。また、各部門単位で算定漏れ対
策はしていたものの、部門横断的な確認はできていなかった背景もあり、ワーキングを通
して実務者同士が認識のすりあわせを行う機会とした。【結果】算定時・レセプト点検時に
医事部門で修正をしているもので、看護師のオーダー時の認識と医事部門の算定項目との
認識の不一致を解消するため、当院で算定が多く、看護部と医事部門間で認識を共有すべ
き項目の一覧表を作成した。例えば、経管栄養カテーテル交換・カニューレ交換オーダー
時に看護師が取れると思っていた処置項目と医事側が算定している項目との認識の不一致
があったため、一覧表を活用して認識を共有化した結果、医事部門で行う修正作業の時間
短縮につながった。

P1-30-5
当院におけるDPC機能評価係数II向上への取組み
中澤∙佳功（なかざわ∙よしのり）1、山下∙克也（やました∙かつや）2、五十嵐∙里香（いがらし∙りか）1、石田∙泰隆（いしだ∙やすたか）1、
河邉∙正光（かわべ∙まさみつ）4、式町∙征一（しきまち∙せいいち）3、竹内∙俊博（たけうち∙としひろ）3、加地∙勇二（かち∙ゆうじ）3

1NHO 豊橋医療センター医療情報管理室、2NHO 豊橋医療センター院長、 
3NHO 豊橋医療センター事務部、4NHO 三重病院事務部

【背景】当院は、令和4年4月にDPCを導入し、導入に至っては、患者の立場からは標準的
な医療を受けられる保証、病院の立場からは医療の標準化による医療資源の最適化を進め
ることができると期待している。当初の当院の係数IIは、告示された近隣病院やNHO同グ
ループ病院の係数と比較し低値であったため、医療情報管理室を中心に全部署の協力を得
ながら係数II向上の取組みを行ったので報告する。

【目的】係数IIのうち、救急医療、効率性、複雑性、カバー率の院内活動が可能な4つの係数
に絞った。DPC分析ソフトを利用し、全国平均値を目標として、係数IIの向上を目指す。

【方法】DPC導入後に、院長、経営企画室長、診療情報管理士が看護師長会に参加し、DPC
制度につき説明を行ったことを手始めに、外部講師による勉強会への参加、データ分析に
よる資料作成、DPC通信を定期発行し、その結果を各診療科長に直接の情報伝達などを行っ
て、今回の取組みがスタートした。

【結果】令和6年度の全国平均値と比較すると＋0.0134 、当院の前年度係数と比較すると
＋ 0.03069 と係数値がアップした。特に救急医療係数は、国立病院機構DPC対象病院67
施設のうち上位2番目まで上昇した。

【考察】DPC対象病院に移行して2年が経過したところである。経営面において、入院診療
収益に影響を与えるため、係数IIのうち救急医療、複雑性の向上は有効であったため、取組
みを継続する。一方、効率性、カバー率は今後の課題であるが、この地区の救急医療体制
の現状、後方支援病院の不足など近隣病院の状況により左右されるため対応の難しさを感
じた。

P1-30-4
肺癌を対象にしたICD-11に基づく組織型中心の新たな包括分類に関する
研究
横井∙美加（よこい∙みか）

NHO 名古屋医療センター事務部企画課

【目的】世界保健機関がICD-11を公表した。DPC/PDPSでもICD-11への移行が必要になる。
ICD-11では悪性腫瘍において組織型による分類となった。ICD-10では部位での分類とな
り、DPC/PDPSでも組織型の違いによる医療費の違いは反映されていない。組織型によっ
て医療費に差があることを証明し、新たな医療費の包括分類を提案する。

【方法】がん診療連携拠点病院の4施設にて2018年・2019年に肺癌で院内がん登録に登録
され，入院治療した患者を対象とした。目的変数を1入院にかかる診療報酬点数、説明変数
を部位・組織型としたマンホイットニーのU検定を行った。有意水準は多重性問題の回避
の補正を行った。研究実施は各施設の倫理審査より承認を得た。

【結果】組織型で30症例以上のものを対象とした結果、11組織1,785症例であった。腺癌・
細気管支肺胞腺癌・乳頭状腺癌・腺房細胞癌と悪性新生物・小細胞癌・大細胞神経内分泌
腫瘍に有意差が認められた（p＜0.0009）。

【考察】肺癌取り扱い規約によると、腺癌・細気管支肺胞腺癌・乳頭状腺癌・腺房細胞癌は
腺癌グループに分類され、小細胞癌・大細胞神経内分泌腫瘍は神経内分泌腫瘍グループに
分類される。神経内分泌腫瘍グループは80％以上で手術無しだが、腺癌グループでは75％
が手術有りの組織型があった。化学療法の有無では腺癌グループでは無しが50％を超え、
神経内分泌腫瘍グループでは有りが50％を超えていた。この2つのグループ間では治療内
容が異なり、医療費も異なると考えられる。

【結語】肺癌においては組織型による医療費の違いがあることが明らかになり、ICD-11によ
る組織型から分類する新たな医療費の包括分類の開発は可能である。

P1-30-3
DPCコーディング精度確認の結果について
高久∙弥生（たかく∙やよい）、宇野∙有貴（うの∙ゆき）、小谷∙理香（こたに∙りか）、金三津∙美奈子（かねみつ∙みなこ）

NHO 横浜医療センター医療情報部

DPCコーディング精度確認の結果について～診療情報管理士の介入タイミング～横浜医療
センター〇高久　弥生、宇野　有貴、小谷　理香金三津　美奈子【はじめに】当院では、委
託職員による算定を行っている。電子カルテ更新時に、コードファインダーが導入された
ことにより診療情報管理士の関わりは「DPC開始時」の運用となっていた。しかしDPC請求
については、請求漏れやコーディング誤りを確認し精度管理を行うことが収益増の一因に
なり得ると考え、開始時以外の確認を実施し結果について分析を行った。【方法】月跨ぎ患
者およびキーワード設定による会計カード検索を実施し対象患者を抽出。3か月分のDPC
コーディングチェック、および請求確認を診療情報管理士により実施した。【結果】入力漏
れやオーダー漏れ、DPCコーディングの分岐誤り、DPC選択誤り等さまざまな要因があり、
1か月あたり約80万円の収益増が見込まれた。【考察】修正の要因は処置や手技、薬剤の漏
れや手術の術式選択の誤りなど多岐に渡っていた。また抗菌薬を使用した場合の病名漏れ、
分岐の誤りが多い傾向であった。【まとめ】漏れや誤りについては、関連部署へ共有し改善
を図ることとした。診療情報管理士の関わりは「入口」だけでなく「出口」までを確認する必
要があると考えられる。DPCの精度向上に向けて、引き続き随時確認を行い、継続的な分
析を実施したい。
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P1-31-3
国立病院機構宇都宮病院医薬品情報管理室における医療安全管理部門と連
携した医薬品適正使用のための取り組み
篠原∙桃子（しのはら∙ももこ）、神長∙雅浩（かみなが∙まさひろ）

NHO 宇都宮病院薬剤部

医療機関での医薬品の使用においては、誤投与・誤使用などの患者の生命にかかわる医療
事故が多数報告されている。国立病院機構宇都宮病院（以下、当院）でも医薬品関連のイン
シデント・アクシデントが多く報告されており、医薬品の使用に関連するさらなる医療安
全対策が求められている。医薬品情報管理室の視点からインシデント・アクシデント報告
を解析し、医薬品の誤投与・誤使用を防止するために行った取り組みについて報告する。
当院では、特に事故の発生により患者に及ぼす影響が大きい医薬品について注意喚起をす
るために、薬剤部で「注意薬品」と記載したシールを作成し、手作業で直接医薬品のアンプ
ルやバイアル等へ貼付していた。しかし貼付漏れや、調剤や搬送中でシールがはがれてし
まうことがあったため、調剤システムを整備し処方箋・処方箋控えへの印字を行い、漏れ
のない情報提供の方法へ変更した。
さらに、医療安全管理部門と共に、曖昧であった対象医薬品の基準について見直しを行った。
また、対象医薬品の注意点について確認する手段がなく、具体的に何に注意をする必要が
あるのかが分からなかった。処方箋への注意情報の記載は文字数の制限があるため、改善
策として対象医薬品について医薬品毎の使用方法や注意点等をまとめた一覧を作成し、電
子カルテで供覧できる体制を整えた。ハイリスク薬について職員対象の医療安全研修を実
施し、その中で注意薬品として当院で定めた医薬品の留意点についても講義を行い、電子
カルテにて一覧をもとに随時確認できること周知し医薬品情報管理業務を行った。
今後はQRコード等を利用しより簡便に注意情報が表示できるような仕組みを検討していき
たい。

P1-31-2
内服チェック表運用による効果と病棟看護師の意識変化
酒谷∙麻梨菜（さかたに∙まりな）、山崎∙由紀子（やまざき∙ゆきこ）、高橋∙利律子（たかはし∙りつこ）、高橋∙岳志（たかはし∙たけし）、
越柴∙早誉（こししば∙さよ）

NHO 医王病院筋ジストロフィー病棟

【目的】内服チェック表を運用することで与薬に対する責任の所在を明確にし、スタッフ一
人ひとりが正しい方法で与薬できるようになる。【対象】A病棟　病棟管理者を除く看護師
18名【方法】2023年8月～ 12月にチェックリストを運用。その後アンケート調査を実施
した。アンケートは単純集計をおこなった。【結果】チェックリストの記入率は全体の8割
程度であった。インシデントの件数は過去2年間と比較して減少し、内服チェックリストの
運用前、「与薬業務における責任の所在についてわからなくなる」に「はい」と回答したスタッ
フは53.4％であったが、運用後は23.1％と減少した。しかし、「与薬業務における責任感
の高まりを感じた」「与薬責任の所在に対する意識が変化したと感じた」「与薬業務に対す
る意識が変化した」に「はい」と回答したスタッフは2-3割と低い割合であった。【結論】介入
行動による意識変化は6割程度生じるという先行研究とは異なる結果となった。意識変化の
割合が低かった要因としては手順が増えたこと、チェックリスト運用のメリットが明確に
なっておらず必要性が感じられなかったこと、業務負担が強かったことなどが考えられる。
今回の研究で明確となった効果や有用性と提示すること、スタッフコミュニケーションを
共創的におこなうことで意識変化へつながる可能性がある。

P1-31-1
中小病院に有益な抗がん剤調製遠隔監査システムの構築と成果
藤原∙純平（ふじわら∙じゅんぺい）、瀬戸口∙由（せとぐち∙ゆき）、橋詰∙宏美（はしづめ∙ひろみ）、増田∙成美（ますだ∙なるみ）、
高橋∙弘季（たかはし∙ひろき）、平川∙理紗（ひらかわ∙りさ）、横山∙晋一郎（よこやま∙しんいちろう）、田路∙章博（たじ∙あきひろ）

NHO 敦賀医療センター薬剤部

【目的】
抗がん剤の調製は病院薬剤師の必須業務である。過誤防止の観点より2人以上での作業を要
するが当院は調製者1名体制であり、秤量監査や曝露が問題であった。この打開策として遠
隔監査システムが有用だが、メーカーの市販品は高価で導入が難しい。そこで今回、導入
費用を掛けずに遠隔監査システムを構築し、業務効率化に成功したので報告する。

【方法】
当院管理課より未用途のタブレットを2台入手した。ネットワークは薬剤部内の学生実習用
無線を使用した。使用アプリはビデオ通話の録画や静止画を記録でき、一般的で汎用性が
高く無料であることを条件とし、LINEとAZ Screen Recorderを選択した。
システム導入前後の調製時間を比較検討すると共に、調製担当部員にアンケートを実施し、
導入後の利点と問題点を調査した。

【結果】
タブレットのみで市販品同様のシステムを構築し、現状のミキシング体制を変えることな
く、リアルタイムな指示や監査が可能になった。タブレットのため設置場所を選ばず、作
業内容を記録することで、医療安全対策を講じることができた。
システム導入後の所要時間は変わらなかった。部員からは概ね良好な意見であり、機械に
不慣れな部員でも戸惑うことはなかった。

【考察】
監査システムは安全性や正確性を担保し、業務効率化に有用であった。調製者の動線や監
査者の作業効率、部員の使用感を配慮したことにより、混乱なく導入できたと考える。また、
医療安全や曝露対策、人員削減や病院経営にも寄与できたと考える。今後は外来や手術室
等のサテライト業務にも使用拡大し、更なる業務効率化に貢献したい。

P1-30-7
重症度・医療看護必要度　事務職員としての取り組み
村岡∙伯将（むらおか∙たかゆき）

NHO 舞鶴医療センター事務部

背景
2022年度診療報酬改定により重症度・医療看護必要度（必要度）の項目内の「心電図モニター
の評価」等が見直された影響で、必要度が大幅に減少し、改定前に30%前後だった必要度
が改定後は21%前後まで減少した。
目的
入院料2の基準を維持できるようにする。
事業・活動の内容
．医局会での医師への周知
医局会で必要度の仕組み、当院の現状を説明した。その中でも特に、必要度に影響を与え
るA-7項目「救急搬送後の入院」の評価を増やすために積極的な救急患者の受け入れをお願
いした。また、受け入れた患者について救急医療管理加算の算定漏れが無いようお願いした。
．算定漏れ防止
必要度2のA項目は算定結果によって評価に反映される。実際にA項目に該当する処置を
行っていても算定がないと必要度に反映されない。現場にも算定漏れが無いよう周知しつ
つ、事務職員としてもチェックツールを複数作成して、算定漏れ対策を構築した。
．看護部との連携
必要度2のB項目は看護職員が日々、患者へのケアの有無を判断して入力している。必要度
を満たすにはA項目2点、B項目3点の組み合わせがあるため、特にA項目が2点でB項目
が1点又は2点の患者に関してはリストを作成して、各病棟の看護師長に再度判断していた
だいている。
事業・活動の評価
上記、取り組みを行い、2024年度診療報酬改定前の時点で入院料2の基準である、必要度
2 24％を満たし、入院料2を算定できている。
今後の課題
2024年度診療報酬改定により、必要度の項目内容が変わり、さらに必要度が下がる見込み
である。病院内での周知や共有、取り漏れの防止等、事務職員としても必要度の増加に努
めていく。
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P1-31-7
障害者病棟における、内服薬配薬ケースセット廃止の取り組み
細坪∙美貴（ほそつぼ∙みき）1、嶋∙真紀（しま∙まき）1、後藤∙智美（ごとう∙ともみ）1、中西∙美帆（なかにし∙みほ）1、
鎌田∙有紀美（かまだ∙ゆきみ）2、岡見∙敏子（おかみ∙としこ）1、田中∙孝浩（たなか∙たかひろ）1

1NHO あわら病院看護部、2NHO 石川病院看護部

【背景】薬剤ヒヤリハｯトのうち確認の問題によるものは155件、そのうち内服薬は91件、
配薬ケースセット間違いに起因するヒヤリハｯトは42％であった。1週間経過後に薬剤セッ
ト間違いに気付く事例もあり、看護リスクマネージャーでImSAFER分析を行った。セット
された薬は正しいと思い込み、確認不十分で与薬していることが問題であると考え、与薬
時の確認行動実施状況の調査を実施。受持ち看護師が薬剤を確認し別の看護師が与薬する
ことがあり、手順通り直前の投与者確認を徹底したが、薬剤から指示を確認する看護師が
40%となる病棟もあった。この状態修正のため、配薬ケースセット廃止と、手順チェック
に取り組んだ。また定期薬セットに係る時間は約7時間、日勤者1人1.5時間の超過勤務と
なっていた。【方法】薬剤は投与時間毎にファスナーケースに入れ、投与前に与薬する看護
師が1回分を取り出して確認する。【結果･考察】B病棟ではリスクマネージャーがヒヤリハｯ
ト件数、確認行動調査結果を提示し必要性を説明し4名より開始した。始めはやらざるを得
ないという感じであったが、スタッフから全員実施してほしいと希望を受け、2週間後には
チーム全員のセットを廃止。手順を見直しながら継続し、2か月後にはB病棟全員のセット
を廃止した。配薬ケースセット廃止後のヒヤリハｯト件数は4月4件、5月2件。令和5年度
の月平均3.5件発生と変化は無かった。1週間過少投与となる事例は無くなり、セットによ
る超過勤務の発生は無い。この取り組みで、今まで守れていなかった準備した看護師が与
薬するルールが遵守でるようになった。【結論】配薬ケースセット廃止し、確実な6R確認の
実施に近づけることができた。

P1-31-6
A病院におけるがん薬物療法関連インシデントについての分析
山本∙佳奈（やまもと∙かな）、安成∙和子（やすなり∙かずこ）

NHO 姫路医療センター看護部

【背景】A病院は地域がん診療連携拠点病院として様々ながん薬物療法を行っている。がん
薬物療法関連のインシデントは、患者に重篤な影響を及ぼすリスクがある。がん化学療法
看護認定看護師として活動する中、1年間に起こったインシデントの分析を行うことで、今
後の対策を検討したいと考えた。【目的】A病院のがん薬物療法関連インシデントを分析し
発生要因について明らかにする。【方法】A病院で令和5年度に提出されたインシデントレ
ポートからがん薬物療法に関連した内容を抽出し、発生要因について分析する。【倫理的配
慮】A病院の倫理審査委員会で承認を得た。【結果】令和5年度のがん薬物療法関連インシデ
ントは26件（レベル1：9件、レベル2：17件）。発生場所は病棟が24件、外来が2件だっ
た。内容は、同意書に関するものが7件、支持療法に関するものが14件（未投与8件、用
法用量間違い5件、その他1件）、その他が4件であった。同意書の取得忘れでは全ての事
例において同意書を複数種類取得する必要があったが1種類取得できていなかった。支持療
法に関するインシデントの92.8％が治療計画書の確認不足による未投与や処方カレンダの
確認不足による未投与の事例であった。【考察】同意書に関しては、治療に必要な同意書に
ついての医師の理解不足が要因であるため、周知徹底する必要がある。また、当院の治療
計画書は、備考欄に支持療法の指示を入力するが、カルテに連動されず、確認不足で指示
の見落としに繋がることが明らかになった。そのため、治療計画書の確認方法や治療計画
書の形式について検討の必要があると考える。

P1-31-5
舞鶴医療センター薬剤部におけるインシデント防止の取り組み
原∙伸好（はら∙のぶよし）、東谷∙素直（ひがしたに∙すなお）、澤田∙奈 （々さわだ∙なな）、及川∙悠衣（おいかわ∙ゆい）、
多田∙純平（ただ∙じゅんぺい）、関口∙知弘（せきぐち∙ともひろ）、黒川∙拓也（くろかわ∙たくや）、上田∙善美（うえだ∙よしみ）、
中島∙淳（なかしま∙じゅん）、齊藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）、山口∙志郎（やまぐち∙しろう）、田村∙憲昭（たむら∙のりあき）、
宮部∙貴識（みやべ∙たかし）

NHO 舞鶴医療センター薬剤部

【背景・目的】当院では、以前より調剤において医薬品の払い出し間違いや数量間違いが1年
を通して発生している。宿直中では、一人で調剤を行いことで更に間違いの危険性が増加
する。従来は、主に目視での調剤や確認を行っていた。しかし、類似するインシデントが
発生することもあり、その都度対策を立ててきた。今回、調剤監査システム導入と注射カー
トのシールデザインを変更することにより、医薬品払い出し間違い、注射カート払い出し
間違いを減少させることが出来たので報告する。【方法】PTP包装で調剤する内服薬につい
て、薬袋にバーコードを付け、調剤監査システムに読み込ませる。次に、PTPシートにあ
るGS-1コードを読み込ませて正確な調剤であることを確認する。注射剤の調剤における注
射カートのシールデザインについては、病棟ごとに異なるマークを付ける。日付についても、
偶数日は下線を引き、奇数日は下線なしのデザインとする。調剤システムの導入と注射カー
トのシールデザインを容易に判別可能にすることで、昨年度とのインシデント発生状況に
ついて調査した。【結果】昨年度のインシデントやヒヤリハット事例報告と比較し、医薬品
間違いや数量間違い、カートの入れ間違いの件数が減少した。調剤監査システムを使用す
ることでより確実な調剤を行うことが可能になり、注射カートのシールデザインの確認も、
容易になり、インシデント防止に役立った。【考察】調査の結果は、インシデント、ヒヤリ
ハット事例報告の減少傾向であった。新たな方法で調剤を始めることで、予期しないイン
シデントやヒヤリハット事例報告が発生する恐れがある。その際も、対策をしっかりと取っ
ていく必要がある。

P1-31-4
調剤過誤防止に対する計数調剤支援システム導入の有用性
新妻∙麗華（にいつま∙れいか）、増田∙純一（ますだ∙じゅんいち）、乾∙真優（いぬい∙まゆ）、鈴木∙恭彦（すずき∙やすひこ）、
柴田∙有希子（しばた∙ゆきこ）、永田∙直子（ながた∙なおこ）、工藤∙浩史（くどう∙ひろし）、百武∙宏志（ひゃくたけ∙ひろし）、
西村∙富啓（にしむら∙たかひろ）

国立国際医療研究センター病院薬剤部

【目的】
薬剤師業務は対物から対人への業務の見直しが迫られている。国立国際医療研究センター
病院（以下、当院）では調剤支援並びに調剤過誤防止対策として、計数調剤支援システム

（F-WAVE）（TOSHO）を導入した。当院では、内服・外用の調剤、注射の取り揃え時に
F-WAVEを活用している。今回は、F-WAVE導入による安全性・有用性を明らかにするた
めに解析を行った。

【方法】
F-WAVEのデータログを用いて EXCELにて解析した。集計期間は、2023年10月から
2024年3月の半年間で解析対象の薬剤師数は47名、調剤助手が2名であった。また、そ
の中でもセントラルメンバー、非セントラルメンバー、薬剤助手（注射取り揃えのみ）に分
けて解析を行った。

【結果】
F-WAVE使用における調剤NG率±SDはセントラルメンバーで4.02±0.98%、非セン
トラルメンバーでは4.26±1.46%（t（45）=0.60,p=.55）、注射取り揃えNG率±SDを3
群間で一元配置分散分析を実施したところ、F（2,44）＝5.76、p＝.006であり、セント
ラルメンバー 3.00±1.01%に対して、非セントラルメンバーでは2.02±0.93%（t（43）
=3.21,p=.002）、薬剤助手では1.68±0.30％（t（16）=1.73,p=0.10）であった。なお、
この期間に規格・剤形違いの払出は起きなかった。

【考察】
F-WAVEを用いることにより調剤に関しては、調剤者に左右されずに安全性が担保されて
いた。注射の取り揃えに関しては、セントラルメンバーに含まれるほとんどは薬剤師歴1
～ 2年目であり、F-WAVEが新人による注射薬の調剤過誤防止に役立ったと考えられる。
また薬剤助手と薬剤師間でNG率の差が無かったことから、本システムの導入は今後の薬剤
師業務のタスクシフトに繋がると考える。
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P1-32-4
SpO2プローブの固定を追加したことによる、テクニカルアラームの減少
効果
及川∙鈴（おいかわ∙りん）1、高橋∙莉奈（たかはし∙りな）1、橋本∙さち（はしもと∙さち）1、石井∙瑞希（いしい∙みずき）1、
田山∙美由紀（たやま∙みゆき）1、阿南∙久美（あなん∙くみ）1、島田∙沙希（しまだ∙さき）1、鈴木∙なつみ（すずき∙なつみ）2

1NHO 仙台医療センター看護部、2NHO 弘前病院看護部

【はじめに】生体情報モニターは、心電図の波形や心拍数、経皮的動脈血酸素飽和度（以下、
SpO2）などを監視する目的で使用され、患者や機器の異常をアラームでスタッフに知らせ
る。しかし、アラームの中には患者の身体的な異常ではない場合や機器の異常によって作動
するアラーム（以下、テクニカルアラーム）も含まれている。過去のデータよりA病棟にお
けるテクニカルアラームの中で最も多いのが「SpO2センサー確認」であった。【目的】SpO2

プローブの固定を追加することによる「SpO2センサー確認」アラームの減少効果を明らかに
する。【方法】介入前の6 ヶ月間と、介入後の6 ヶ月間にA病棟に入院し、SpO2持続モニタ
リングをしていた患者を、非介入群と介入群に分け解析を行った。介入群においてはSpO2

プローブのケーブルに固定を1か所追加し、固定追加部位は8時間毎に変更した。1人1日
あたりの「SpO2センサー確認」アラーム件数をt検定にて比較し、有意水準はp値＜0.05と
した。【結果】患者総数は非介入群で1221人、介入群で1637人であった。介入群においては、
適切な介入がされていない1065人を除外し、521人で比較検討を行った。非介入群の1人
1日あたりの平均アラーム件数は37.8±22.2件、介入群は26.5±21.4件であり、p値＜
0.001と介入群において有意差をもって減少した。【考察】介入群の「SpO2センサー確認」
アラーム件数は有意差をもって減少したことから、「SpO2センサー確認」のアラームを減ら
すことに、ケーブルに1か所固定を追加することは効果的である。【結論】SpO2プローブの
固定を追加することで「SpO2センサー確認」アラームを減らすことができる。

P1-32-3
長期療養人工呼吸器使用患者の人工呼吸器関連のインシデント報告を臨床
工学技士が行う有用性　第二報
下地∙啓太（しもじ∙けいた）1、青柳∙陽大（あおやぎ∙ひなた）1、岡田∙康宏（おかだ∙やすひろ）1、土屋∙仁（つちや∙ひとし）1、
中村∙智子（なかむら∙ともこ）2、三方∙崇嗣（みかた∙たかし）2

1NHO 下志津病院医療機器管理室、2NHO 下志津病院医療安全管理室

【目的】昨 年 度、 長 期 療 養 人 工 呼 吸 器 使 用 患 者 に 対 し 当 院 臨 床 工 学 技 士（Clinical 
Engineering以下CE）が発見した人工呼吸器関連のインシデントの集計・解析し、医療安
全管理室と病棟に共有を行った。今回は対策案を提示した後のインシデント発見数の変化、
その結果をもとに医療安全管理室と相談のうえ各病棟にインシデント集計データを共有し
今後の対策を立案したので報告する。【方法】期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日　
対象：長期療養人工呼吸器装着患者CEが発見したインシデントの集計・分析分析結果を基
に対策案を医療安全管理室と相談のうえ各病棟に提示【結果】令和5年度CEが発見した人
工呼吸器関連のインシデント件数は点検を行った18714件のうち220件で1.1％の発生で
あった。詳細は人工呼吸器関連42件、人工呼吸器回路関連78件、加温加湿器関連74件、
生体情報モニタ関連26件であった。昨年度に比べインシデント件数が増加していた。【考
察】加温加湿器関連のインシデント件数が増加の多くは点滴バック水供給不足であった。こ
れは昨年度までインシデントと認識されていなかったが件数が多いためインシデントとし
て報告する様にしたためと言える。人工呼吸器回路関連のインシデントは回路テスト未実
施が多発していた。看護師が回路テストを実施していると思いCEで確認していなかったが、
確認すると手順として認識されていないことが明らかになった。【まとめ】人工呼吸器の専
門知識を持っているCEがインシデント集計結果を報告することにより病棟全体でインシデ
ントに対し意識を持ち業務を行えると考えた。今後更にインシデントを共有することで重
大なアクシデント防止に努めていきたい。

P1-32-2
循環器用X線血管撮影装置更新に伴う患者被ばく線量低減のための考察
服部∙亮（はっとり∙りょう）、千野∙健太郎（ちの∙けんたろう）、澤田∙充広（さわだ∙みつひろ）、秋葉∙裕子（あきば∙ひろこ）、
福原∙かおる（ふくはら∙かおる）、川崎∙博司（かわさき∙ひろし）、加藤∙芳人（かとう∙よしと）

NHO 東京医療センター放射線診断科

【背景・目的】IVRにおける患者被ばくの低減は、放射線障害を回避するうえでとても重要で
ある。2020年改正の医療法施行規則では、患者の線量管理と記録が必須項目となった。具
体的な管理方法としては循環器診療における放射線被ばくに関するガイドラインがある。こ
の中では診断参考レベルを用いての線量適正化及び管理を推奨しており、これらは装置更
新やガイドラインの改定の際に必要に応じて見直すことが求められている。当院では2023
年9月に循環器血管撮影装置を更新した。装置更新前後における患者被ばくの現状を調査
し、さらなる患者被ばく線量の最適化を行う。【方法】2023年3月～ 2024年5月のうち、
装置更新期間の2か月を除いた計12か月を調査期間とした。対象は前述期間に行われた非
CTO症例のPCI272例とし、放射線科情報システムに記録されている照射線量AK・DAP
を平均値で求め診断参考レベルの基準値（以下、DRL値）と比較した。【結果】DRL値と比較
して、装置更新前AKは95％、DAPは165％、装置更新後AKは81％、DAPは110％、
条件見直し後AKは51％、DAPは67％となった。【考察】更新後は装置性能の向上により
被ばく線量が低減されたが、依然として更新後もDAPはDRL値を超えていた。そこで循環
器内科医と協議しながら条件見直しを行った結果、さらなる被ばく線量の低減がなされた。
患者被ばく線量のうち撮影線量による寄与が高い為、条件見直しによる影響も大きかった
ことが考えられる。よって放射線障害を防止するためには、指標となる値と臨床現場での
現状を装置使用者が比較して検討を行うことが重要である。

P1-32-1
コミュニケーションツールを活用した放射線科の取組み
山本∙邦彦（やまもと∙くにひこ）

NHO とくしま医療センター西病院放射線科

【はじめに】昨今、医療従事者と患者との関係には大きな変化がみられる。医療現場で情報
共有が不十分なことにより、責任の所在も曖昧な場面が見うけられる。医療事故の3分の2
はコミュニケーションエラーが原因と言われており、少しの会話の食い違いが重大なイン
シデントに繋がる危険性がある。迅速で正確なコミュニケーションが，医療現場のあらゆ
る場面で求められる。【目的】当院の放射線科スタッフの知識・経験のレベルにはばらつき
があり，検査中の“ペースにずれ”が生じる。このずれは、小さなコミュニケーションエラー
によるもので、その積み重ねが検査の流れを悪くし、医療事故に繋がるという経験をした。
安全な検査実施のためには、医療安全におけるコミュニケーションツールを用いるべきで
あると考え、その効果を示すことを目的とした。【方法】放射線科で7つのコミュニケーショ
ンツールを活用できる取組みを行った。確認会話やSBARを用いた患者の状態報告のトレー
ニングなどの取組みを報告する。【結果】I-SBARCなどのコミュニケーションツールの知識
や技術は、スタッフにも浸透し、各々がステップアップできている。変革を望まないスタッ
フも見受けられるため、放射線科内を学び現場の一つとして環境整備を行う必要がある。【結
論】コミュニケーションエラーは解決できるものである。安全意識とともに、コミュニケー
ション能力や、確認会話などの知識向上は、問題解決に有用と考える。スタッフがペース
良く、安心安全に業務できる環境作りのため、今後も、コミュニケーション能力や確認会
話などの知識向上を目指し、継続して周知していきたい。
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P1-33-1
中心静脈カテーテル挿入中患者の血液培養陽性例の増加により介入強化し
た血流感染対策の取り組み
深瀬∙真由美（ふかせ∙まゆみ）1、穴澤∙奈生子（あなざわ∙なおこ）1、坂内∙英樹（ばんない∙ひでき）1、鈴木∙真悠子（すずき∙まゆこ）1、
今村∙淳治（いまむら∙じゅんじ）1、西巻∙雄司（にしまき∙かつし）1、石栗∙広志（いしぐり∙ひろし）2

1NHO 仙台医療センター感染対策室、2NHO 福島病院看護部

【背景・目的】当院では血液培養で陽性となった場合、全例感染対策室に報告する体制として
いる。カテーテル関連血流感染と考えられる症例に対して、事例ごとに血流感染対策実践
状況を確認し指導している。令和5年から、婦人科・腫瘍内科の混合病棟で中心静脈カテー
テルを挿入している患者の血液培養陽性例が増加した。血流感染対策強化が必要と考え、
病棟全体での現状把握と改善策の提示、改善策の実施状況確認に取り組むこととした。【方
法】病棟での点滴調整場所の確認と場所の確保、血流感染対策チェックリストでの自己評価、
アクセスポート消毒方法の演習、血培陽性例報告時の患者状態確認と血流感染対策の実践
状況確認、カテーテル感染の発生状況のフィードバックを行った。感染率については令和5
年4月～令和6年3月の「提出された血液培養件数に占める中心静脈カテーテル関連血流感
染の割合」で比較した。【結果】点滴調整場所の確保については看護師長の協力を得ながら進
めたためスムーズに行うことができた。提出された血液培養件数に占める中心静脈カテー
テル関連血流感染の発生率は令和5年4 ～ 9月8．5％、令和5年10月～令和6年3月5．
3％であった。【考察】感染管理認定看護師が把握した問題点に加え、チェックリストでの自
己評価を行ったことで、問題点の細分化ができ教育内容をより具体的にすることができた。
アクセスポート消毒方法については蛍光塗料を用いた演習を行うことで汚染状況を可視化
した。消毒しているつもりでも十分でなかった現状を可視化したことは、改善のための行
動変容に効果的だったと考える。

P1-32-7
鈴鹿病院　脳神経内科病棟におけるナースコール、アラーム鳴動の現状に
ついて
南山∙誠（みなみやま∙まこと）、鈴木∙和子（すずき∙かずこ）、平岡∙淳子（ひらおか∙じゅんこ）、朝比奈∙純平（あさひな∙じゅんぺい）、
人見∙允隆（ひとみ∙まさたか）、村田∙武（むらた∙たけし）、久留∙聡（くる∙さとし）

NHO 鈴鹿病院脳神経内科

鈴鹿病院は、病床数290床、神経筋難病と重症心身障碍の診療に特化したセーフティーネッ
ト系の病院である。筋萎縮性側索硬化症（ALS）、脊髄小脳変性症、筋ジストロフィーなどの
神経筋難病の患者が約150名入院し、うち人工呼吸器装着が必要な患者は86名である。近
年、在宅医療が充実し重症化してからの入院が増えたため、院内はナースコールと生体モ
ニターアラームが頻回に鳴動し療養所的雰囲気はなくICU的様相を呈している。医療事故、
患者の不満、患者職員間のトラブル、職員の疲弊などの問題が上がっており、詳細を調査、
解決のため各病棟におけるナースコール、生体アラームのモニター調査を行った。
ナースコールの日内変動をみると朝夕の食事前後に多い傾向は見られるが夜間もあまり減
ることはなく3~12分に1度は鳴動していた。季節性の変化は見られなかった。疾患別に見
るとALSが大半を占めている事が判明した。複数のALS患者の入院にて病棟が疲弊するこ
とは感覚的によく知られていることであるが、ナースコールを定量的に測定することによ
りその大変さを実証した。患者の症状緩和、病棟の疲弊対策、病院への受け入れなど今後
の対策を含めて考察する。
生体アラームに関しては、人工呼吸器をまだ必要としない呼吸不全の患者にも対応すべく
台数を増やし安全対策を立ててきたが、60床の病棟で1分10秒に1回という高頻度で鳴動
していた。患者の安全と職員のアラーム疲弊の軽減を図るべく、今後の対策が必要である。
モニターデバイスの導入やモニターアラームコントロールチームの立ち上げなど検討考察
したい。

P1-32-6
A病院の一般病棟におけるバイタルサインモニターのアラーム対応に関す
る現状と課題
高岡∙佐奈美（たかおか∙さなみ）、佐久間∙千代子（さくま∙ちよこ）、鳥羽∙真理子（とば∙まりこ）

NHO 愛媛医療センター看護部

【目的】A病院の一般病棟におけるバイタルサインモニター（以下、モニター）の不適切なア
ラームの実態と看護師の認識を低下させる要因と課題を明らかにする。【研究方法】令和5
年8月～ 9月にA病院の一般病棟に入院し、モニター装着を行った患者73名のモニター管
理の現状調査と、A病院で勤務する看護師184名へアラーム対応に関する意識調査を行っ
た。【倫理的配慮】A病院の倫理審査委員会の承認を得た。【結果】患者73名中56名が呼吸器、
循環器疾患であり、アラームの多い病棟では約40秒間に1件 の割合で鳴っていた。患者の
状態に応じたアラーム設定値の検討はされておらず、テクニカルアラームも51％あった。
看護師は患者の状態変化の推移や治療方針を踏まえて判断する場面もあったが、95％が「ア
ラームが鳴った時にヒヤッとしたことがある」と答えており、不要なアラームの頻発が多重
業務となり、優先順位が図りづらい現状があることが伺えた。【考察】急性期の患者の病状
は毎日変化する。看護師は、アラームが鳴ったタイミングでベッドサイドで患者の観察が
出来なければ、異変への気づきが遅れ、続いて起こりうる事態を回避することが困難となる。
不要なアラームに対応することは、他の業務の遅れ、作業効率の低下、アラームに対する
警戒心の低下につながる。個々の患者の状態に応じたアラーム設定について検討すること
は、患者にとって適正なモニター管理につながる。【結論】不適切なアラーム設定は不要な
アラームの増加の要因となっていた。モニターはあくまで補助的なバイタルサインであり、
ベッドサイドで行う観察を伴うことで患者の急変の予測を行えることの再認識が必要であ
る。

P1-32-5
流量異常の事例からみる輸液ポンプの安全使用に関する考察
本手∙賢（ほんて∙さとし）

NHO 旭川医療センター統括診療部臨床工学室

【はじめに】輸液ポンプはバッグの薬液を持続的にを投与する機器であり、医療現場では広
く使用されている。一般的な輸液ポンプの流量誤差は±10％と、精度は低い。今回、輸液
ポンプに関して病棟より流量異常の報告を受け、調査を行った。その調査内容から輸液ポ
ンプの安全使用について考察したので報告する。【不具合内容】不具合報告のあった輸液ポ
ンプはテルモ製TE-281A。設定流量136mL/hで投与開始したが送液開始約6時間半後、
積算表示879mLに対して薬液バッグの残量から300mL程度しか送られていないとのこと
だった（設定流量136mL/hに対して約46mL/hしか送られていない）。【調査・検証】輸液ポ
ンプのアラーム履歴を確認したところ、閉塞圧モニタのレベルが「3」で持続している記録が
あった。TE-281Aは閉塞圧レベルを4段階で表示するインジケータがあり、レベルが「4」
に達すると閉塞アラームが鳴る。検証のため輸液回路に狭窄部を設け、閉塞圧レベル「3」
を維持して送液する回路を作成し実流量の測定を行った。結果、実流量は設定より11 ～
15％少ない値となり、輸液ポンプの許容誤差±10％を超える量で送液された。【考察】アラー
ム履歴から、送液ラインの折れ曲がりなど閉塞圧の上昇した状態が持続したことで流量が
設定よりも許容誤差を越えて低下したと思われた。一般的な輸液ポンプの流量異常の原因
としては、流量の調整不足（機器的要因）、輸液完了後に積算をリセットせずに次の薬液を
送液する（操作的要因）、などがあるがこれに加えて閉塞圧にも注意する必要がある。そし
て何よりも、使用中定期的に輸液ラインや刺入部の確認、輸液残量の確認など、基本的な
確認が流量異常の早期発見に繋がる。



372

P1-33-5
手術室外回り時における手指衛生遵守向上の取り組み
近藤∙沙紀（こんどう∙さき）、溝内∙育子（みぞうち∙いくこ）、原∙清美（はら∙きよみ）

NHO 岡山医療センター看護部

【背景】手術室における手指衛生は手術部位感染対策の基本である。しかし、手術室は複数
のケアや処置が連続して行われ、さらに、スピードも求められることから、正しいタイミ
ングで手指衛生を行うには難しい環境がある。このような状況の中で、A病院の手術室で
は、令和2年から4年にかけて手術1件あたりの手指衛生回数の減少が見られた。そこで、
手術室での手指衛生遵率向上を目的に取り組みを行ったので報告する。【方法】1．1か月ご
との手指消毒剤使用量を測定し手術1件に対する使用回数を計測する。2．手指衛生チェッ
ク表を作成し全身麻酔時の外回り看護師を対象に手指衛生直接観察を行う。（9月・11月）3．
手指衛生啓発ポスターを作成して掲示し勉強会を実施する。【結果】1か月ごとの手指消毒
剤の手術1件あたりの使用回数は8月が3.12回、9月6.59回、10月は4.05回、11月は
6.62回であった。手指衛生遵守率（1回目/2回目）は、患者に触れる前が21％ /52％、清
潔操作前が50％ /67％、体液に暴露された可能性のある場合が45％ /67％、患者に触れ
た後が60％ /78％、患者周囲の物品に触れた後が83％ /87％となった。手指消毒剤の携
帯率は60％ /73％となった。【考察】ポスター掲示や勉強会の開催、直接観察の実施により、
手指衛生の必要性の理解が得られ手指消毒剤の使用量増加につながったと考える。しかし、
直接観察は、ホーソン効果の影響を受けやすいため定期的な直接観察が必要と考える。手
指衛生のタイミングが具体的にイメージできるような活動が必要であると考える。

P1-33-4
整形外科病棟におけるSSI（Surgical Site Infection：手術部位感染）低減
への取り組み～看護師による日々の口腔ケアの実施～
清水∙敦子（しみず∙あつこ）

NHO 東京医療センター消化器外科,呼吸器外科,乳腺外科

1.はじめにA病院整形外科では年間650件の全身麻酔下手術が行われ、術前から世界保健
機構が推奨するSSI防止対策が実施され、周術期口腔機能管理も実施されている。しかし、
脊椎手術でSSIが発生しているという経験的事実があった。そのため、看護の視点である日々
の清潔ケアによるSSI予防を確立したいと考えた。口腔ケアは日々のケアが主であり、術
後肺炎や挿管時の歯牙の損傷予防だけでなくSSI予防のために有用であることが言われてい
る。患者の周術期の生活を支える看護師が口腔ケアの重要性の知識を持ち日々の口腔ケア
への介入をおこなうことによりSSI低減への取り組みを行った。2.研究方法整形外科病棟で
脊椎手術を受けた症例のSSI件数を、看護師による日々の口腔ケアの介入をする前後で比較
した。3.結果・考察2021年に予定入院で脊手術を受けた患者は68名、SSIは7件発生し
ており、感染率は10.29%だった。看護師による口腔ケアの介入後の2022年に予定入院で
脊椎手術を受けた患者は36名、SSIは1件発生しており、感染率は2.77％だった。カイ二
乗検定では口腔ケア介入前後でSSI発生に差があるとは言えない結果だった。また、歯科医
師、歯科衛生士による口腔ケアを病棟看護師全員が学習した結果、96％の看護師に目立っ
た磨き残しがあった。今回の研究では、症例件数の確保が困難な現状があった。一方、SSI
の発生率は看護師の口腔ケアの介入後には下がっており、SSIの発生が低減したという実感
があった。今後も口腔ケアだけでなく、サーベイランスの継続、感染対策を実施しSSI低減
への取り組みを継続していきたい。

P1-33-3
中心静脈カテーテル挿入患者のドレッシング管理に向けた取り組み
石田∙由加（いしだ∙ゆか）、原∙清美（はら∙きよみ）、溝内∙育子（みぞうち∙いくこ）

NHO 岡山医療センター血液内科

【目的】血液疾患の患者は、治療の副作用によりしばしば好中球減少症となる。中心静脈カ
テーテル（CVC）の不適切な管理は、CVC関連血流感染のリスクとなり感染症が起これば患
者の生命が脅かされる。A病院では、マニュアルはあるが病棟で手技の統一が出来ていない
現状があり、CVC挿入部の管理の問題点に対して改善を目的に活動を行ったので報告する。

【方法】対象はCVC挿入患者57例、令和5年7月～ 12月に以下の方法を行った。1．消毒
方法を直接観察し消毒範囲と乾燥時間を測定する2．アンケート調査で問題点を抽出する3．
CVCドレッシング材の交換手順を作成する4．勉強会を開催する5．医師とCVC挿入患者
のドレッシング貼布写真を共有しカンファレンスを行う6．修正した手順に沿って指導する

【結果】CVC消毒範囲は平均1.5 ～ 10センチから平均4.9×4.9センチとなった。消毒の乾
燥時間は平均1分15秒から平均1分33秒となった。手順には『手袋2つ準備』『イソジン
が乾燥するまで2分待つ』など留意点を記載し、正しいドレッシング貼付方法の写真を追記
した。CVC挿入部の管理について、医師・看護師と現状の問題点を共有した。【考察】A病
院で使用しているドレッシング材は、8.5センチ×11.5センチであり、改善後でも正しい
消毒範囲としては適していないと考える。しかし、写真を入れ可視化した手順を共有した
ことで患者の安全や感染面の必要事項を再認識する機会になったと考えられる。また、医
師・看護師と問題点を共有することで新たな内容が明確となった。【結論】活動によりCVC
ドレッシングの正しい手技の統一ができた。今後も基本的な看護実践状況を直接観察する
ことを継続することが必要である。

P1-33-2
中心静脈カテーテル関連血流感染予防に対するICU看護師の管理の現状と
課題
野崎∙さつき（のざき∙さつき）、浦岡∙奈津希（うらおか∙なつき）、福川∙栞（ふくがわ∙しおり）、長治∙未佳（ちょうじ∙みか）、
三宅∙康子（みやけ∙やすこ）、駒田∙美和（こまだ∙みわ）

NHO 姫路医療センター ICU

【背景】重症患者の全身管理を担うICUにおいて、中心静脈カテーテル（以下CVC）は、安全
に薬剤を投与するために必要なデバイスである。しかし、中心静脈カテーテル関連血流感
染（以下CLABSI ）が発生すると、患者は重篤な病態を引き起こす。感染防止リンクナース
の活動中、マニュアルに準じたCVC管理ができているのか疑問に感じることがあった。【目
的】ICUにおけるCLABSIの予防に対する看護師の管理の現状と課題を明らかにする。【研究
方法】研究期間:2023年4月から2024年8月。対象者:ICUに勤務する看護師20名。方法:1）
勉強会2）直接指導3）取り組み前後での設問の正答率とマニュアル遵守率の確認。【倫理的
配慮】A病院の倫理審査委員会で承認を得た。【結果】取り組み前後の比較において、設問の
正答率は前58％から後69％、マニュアル遵守率は前10％から後42％へと向上した。観察
期間内でCLABSI発生は認めなかった。【考察】CVC管理に関する勉強会や直接指導は、看
護師の知識とマニュアル遵守率向上に繋がった。観察期間内にCLABSI発生は認めなかった
が、マニュアル遵守率が低い現状がCLABSI発生のリスク因子となると考える。正しい知識
を持ちマニュアルが遵守できるよう、継続的な介入が必要である。【結論】カテーテル関連
血流感染予防に対するマニュアル遵守率は42%と低い状況であった。継続的な介入により、
遵守率を向上させていくことが課題であるということが明らかになった。
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P1-34-2
自分のレジリエンスの傾向を知り、心の回復力を養おう！
矢野∙美紀（やの∙みき）、正岡∙美幸（まさおか∙みゆき）

NHO 大阪医療センター看護部外来

【背景】A病院外来は看護師・クラーク計81名が在籍するが全員で集まる機会は少ない。コ
ロナ禍によりスタッフ間の交流がさらに減少し、心理的安全性が保持された職場環境の整
備が課題である。【目的】心理的安全性が保てる職場環境を目指し外来スタッフのレジリエ
ンスを高める【方法】レジリエンスの意味や活用方法、看護管理者が実践しているレジリエ
ンスを高める実例紹介等年間9回資料を配付し週1回のミーティングで周知。取り組みに対
するアンケート、レジリエンス傾向を知るため中島輝の自己肯定感チェックリストを取り
組み前後に行う。【結果・考察】取り組みに対しスタッフは「自分を振り返るよい機会になっ
た」「スタッフ皆でレジリエンスを高め、外来看護が充実したら良い」等の反応があった。
チェックリストの結果は14項目の内自己肯定感が高い7項目以下に該当したスタッフは取
組前100％、取組後看護師95％、クラーク100％であった。取組後看護師の自己肯定感が
低下した要因は構成員の変化、コロナ禍で仕事を語る時間が持てない、家庭との両立で自
分の時間が持てない等が考えられる。自己肯定感に影響する項目「器用に生きている人を見
るとうらやましくなってしまう」取組前41％、取組後44％、「上司と一緒にいる時間はな
るべく短くしたい」前期33％、後期31％であった。これは自身の存在に価値を感じたり、
コントロールする感覚が低いと考えられる。チェックリストの実施は、自己のレジリエン
スの傾向を知り、今後の改善に向けた取り組みの動機づけに繋がると考えられる。【まとめ】
外来スタッフはレジリエンスの土台となる自己肯定感が高かった。取り組みによりレジリ
エンスの変化はなかった。

P1-34-1
精神急性期病棟で働く看護師が日々の業務に抱くストレスとコーピングや
対処方法とは
塩田∙佳代（しおた∙かよ）

NHO やまと精神医療センター精神科

【目的】精神科急性期病棟に勤務する看護師が業務上の何にストレスを抱き、ストレスがあ
ることでどんな影響があるのか。それに対しどのような対処やコーピングをしているのか
を明らかにし、ストレス対策を考える一助とする。【方法】精神急性期病棟に勤務する看護
師24名に無記名アンケートを実施。アンケート調査票は多肢選択式、自由記述式とした。【倫
理的配慮】院内の倫理審査委員会で承認された。＜承認番号R05－09＞【結果】アンケート
の結果、9割以上の看護師がストレスを感じながら日々業務を行っており、同様に精神的に
影響があると回答。ストレスの原因の上位は、患者対応や患者との関係、暴言・暴力につ
いてであった。それに対し看護師は緊張や不安を感じており、好きなことや趣味にいそし
んだり、上司や同僚など人に話すことで自分なりの対処法を見つけ、それぞれ実践するこ
とで対処していた。【考察、結論】今回の研究結果をもとに、看護師がストレスに対しどのよ
うなコーピングをしているのか情報共有することで、ストレスに対し一緒に考えたり、不
安や緊張に対処し問題解決に向けて行動する力にしていくことが必要である。そうするこ
とで看護師が日々活気ややる気をもって働け、ストレスを感じた時には看護師間で話を聞
いてもらえるという安心感にもつながる。ストレスや悩みを話しやすい環境であるという
ことは病棟内の人間関係が円滑であるといえる。職場の雰囲気が良いと、仕事上で壁にぶ
つかってもチームで前向きな対処ができ、チームワークの向上や、さらには看護の質の向
上にもつながると考える。また、その結果を評価していくことが今後の課題である。

P1-33-7
背景が類似した2施設における手荒れの現状調査1―現状から手荒れ対策
の検討―
鈴∙美里（すず∙みさと）1、志波∙幸子（しわ∙さちこ）2、谷口∙清州（たにぐち∙きよす）1

1NHO 三重病院感染管理室、2NHO 東名古屋病院感染対策室、3NHO 三重病院小児科

【目的】手荒れは、細菌の温床となり感染伝播の原因となる可能性は明らかになっている。
手指衛生を継続して行うためには、手荒れを予防する対策が必須であることも明らかとなっ
ている。ハンドケアは、少なくとも手荒れがすでに生じている者への対策、手荒れを起こ
さないための予防対策と2方向の視点から介入が求められると考えた。そこで、手荒れの定
義や段階を定め、2施設における職員の手荒れの現状調査を行い、2方向の視点で対策を検
討したので報告する【方法】1．横断的観察研究、2．2017年11月～ 2018年3月、3．2
施設合同、看護師・療養介助員347名対象、4．調査1（自己）：アンケート調査、調査2（他者）：
水分率の確認・肌の撮影・聞き取り調査、5．調査1と調査2から手荒れ有群と手荒れ無群
を抽出、問題解決法（QCストーリー）を用いて検討【結果】調査1：295名から回答を得た

（回答率85.0％）。うち手荒れを自覚する職員は232名（78.6％）。何らかのハンドケアを
行う職員は211名（71.5％）あり、うちハンドケア用品を用いた方法が189名（89.5％）で
あった。調査2：108名の他者評価を実施。【考察】ハンドケアを行う職員は多くある一方、
手荒れに対する認識や対策の手段や方法、頻度の異なりがみえた。今後手荒れに対する対
策と伴に手指衛生を推進するためには、多角的に手肌に与える因子や手荒れに繋がる因子
の考察、因子の評価と結果の共有、そしてそれらの科学的なデータを元に予防対策の提案、
および手肌の状態にあわせた段階別の手指衛生方法の検討も必要と考えられた。また対策
を実践しやすい手段の検討、手荒れに関する知識と現在行う対策、今後の手指衛生への
フィードバックが必要

P1-33-6
HCUにおける手指衛生徹底に対する取り組み～手指消毒剤使用量の増加を
目指して～
林∙有美（はやし∙ゆみ）、岸野∙ひいな（きしの∙ひいな）、志水∙リカ（しみず∙りか）、渡辺∙美悠（わたなべ∙みゆう）

NHO 姫路医療センター看護部HCU

1．はじめにHCUとは、侵襲的処置を伴う患者が多く入室し、またオープンフロアのため
感染を伝播しやすい環境である。現在、接触感染予防として擦式消毒剤（以下消毒剤とす
る）を使用しているが、適切な消毒剤の使用量に達していない現状にある。今回、消毒剤使
用量増加に向け取り組んだ結果を報告する。2．目的感染予防のため、必要とする消毒剤使
用量の増加にむけた取り組みの成果を検討する。3．実施期間：令和5年9月～令和6年1
月実施方法：現状分析を行い、看護師16名を対象に毎月の消毒剤使用量や、ハンドスタン
プによる手指汚染を確認した。また、朝のウォーキングカンファレンス時に看護師へ注意
喚起し、手指衛生を促すポスターを掲示した。倫理的配慮：A病院の倫理的審査委員会の
承認を得た。4．結果現状分析の結果、手指衛生の必要性や感染症に対する理解不足、看護
師が感染の媒体となり得る危険性に対する意識の欠如が、要因として抽出された。取り組
みの結果、消毒剤使用量（1日における1患者あたりの使用量）は、取り組み前4月～ 8月
24.7ml、取組み中9月～ 1月34.9ml、取り組み終了後31.3mlであった。令和5年度全国
のJ-SIPHE登録施設（感染防止対策向上加算1・HCU区分）の平均は年間37.63mlであり、
更なる使用が必要であることがわかった。5．考察感染リンクナースを中心に継続的に働き
かけたことが、消毒剤の使用量を増すことにつながったと考える。しかし、取組み終了後、
消毒使用量が減少したことから、習慣化できていない事が明らかとなった。自分自身が感
染の媒体となり得る危機意識や、適切な手指衛生に対する意識を継続させることが今後の
課題である。
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P1-34-6
NHOの医療施設における産業保健活動の現況について　－数回の調査結
果から見えるものー　by国立病院機構産業保健活動ネットワーク
吉田∙和朗（よしだ∙かずろう）1、内山∙俊正（うちやま∙としまさ）2、亀谷∙紫芙美（かめや∙しふみ）3、柏崎∙力（かしわざき∙ちから）4、
崔∙日承（さい∙にっしょう）5、狹川∙浩実（さがわ∙ひろみ）6、柴山∙卓夫（しばやま∙とくお）7、関∙直人（せき∙なおと）8、
武井∙洋一（たけい∙よういち）9、玉置∙伸二（たまき∙しんじ）10、玉村∙宣尚（たまむら∙のぶひさ）11、土居∙充（どい∙みつる）12、
所∙昭宏（ところ∙あきひろ）13、鳥居∙剛（とりい∙つよし）14、灘野∙成人（なだの∙せいじん）15

1NHO 長崎病院産業医、2NHO 高崎総合医療センター産業医、3NHO 山形病院産業医、 
4NHO 米沢病院産業医、5NHO 九州がんセンター産業医、6NHO 四国がんセンター衛生管理者、 
7NHO 岡山医療センター院長、8NHO 千葉東病院産業医、9NHO まつもと医療センター院長、 
10NHO 奈良医療センター副院長、11NHO 兵庫あおの病院産業医、12NHO 鳥取医療センター産業医、 
13NHO 近畿中央呼吸器センター産業医、14NHO 広島西医療センター副院長、 
15NHO 四国がんセンター産業医

私たちは国立病院機構産業保健活動ネットワーク（以下nho-ohn）と称する、NHOの医療
機関で産業保健活動を行っている産業医や統括安全衛生管理者・リスクマネージャーなど
からなる40数名のグループです。これまでにも本学会において2008年以降、定期的に
NHO医療施設における産業保健活動の現況調査報告などを行ってきました。
この間、2015年度にストレスチェック制度開始により高ストレス者面談が新たな業務とし
て加わり、また本年度から医師の働き方改革に伴い該当者に対する面接実施などの対応が
求められます。また4年に渡るコロナ禍も様々な形で職場のストレスを高めております。安
衛法改正も数次に及ぶ中、ハイリスクでハザードも多い医療機関での産業保健活動は今後
ますます重要性を増すと思われます。
当日はNHO医療機関での産業保健活動の現況について、その変遷も踏まえた報告を行うと
ともに、各施設で取り組まれている良好事例などを提示する予定です。

P1-34-5
病棟看護師が抱えるリリーフ対応への思い
岸上∙裕生（きしうえ∙ゆい）、田上∙文（たのうえ∙あや）、金丸∙裕子（かなまる∙ゆうこ）、石橋∙美枝子（いしばし∙みえこ）

NHO 小倉医療センター看護部

【目的】A病棟における看護師のリリーフ対応に関する思いを明らかにし、より良いリリー
フ体制を維持するための方策を考察する。【用語の定義】リリーフ体制とは他部署へ業務応
援に行くこと。【方法】看護師15名を対象に、リリーフ対応に関する11の質問項目につい
てアンケート調査を実施した。回答は、4段階評価の順序尺度と自由記述欄を設けた。単純
集計および記述式回答は、カテゴリー・サブカテゴリーに分類して分析した。【結果・考察】
対象者12名（回収率80％）の回答を得た。記述内容からリリーフ対応への思いは、〈他病棟
スタッフとのコミュニケーション〉、〈現在のリリーフ体制に対するシステムについて〉、〈現
在のリリーフに関する体制について〉、〈リリーフ対応の意義について〉の4つのカテゴリー
に分類された。リリーフの必要性を感じているスタッフは92％であり、病院全体で助け合
うことが必要であると理解していた。しかし、リリーフ対応を行う中で、他部署看護師長
やスタッフとのコミュニケーション不足、事前にリリーフ依頼内容や患者情報の提供不足
等に対し負担感を感じていたことがわかった。その一方で挨拶や感謝の意を伝えられるこ
とは、リリーフ対応者のモチベーションに繋がり、看護師長からの声掛けによりリリーフ
対応者の承認欲求を満たす効果がみられていた。【結論】リリーフ対応者と他部署看護師長・
スタッフがコミュニケーションを図ることは重要であり、挨拶や感謝の言葉を伝えること
は、リリーフ対応を行うスタッフのモチベーションに繋がる。リリーフを受ける側と行く
側の双方が尊重し合うことが、より良いリリーフ体制を維持するために必要である。

P1-34-4
CCUにおける看護師の心理的安全性についての研究
尾崎∙友香（おさき∙ゆうか）、平野∙美智花（ひらの∙みちか）、今辻∙徹（いまつじ∙とおる）、和田∙喜代子（わだ∙きよこ）

NHO 大阪医療センター看護部

研究目的
高度な知識や技術が求められる緊迫感のあるCCUにおいては、心理的安全を作ることが難
しいと考える。その為、CCUスタッフの心理的安全性がどの程度確保されているのか実態
調査を実施し、心理的安全性を確保するための取り組みを模索していく。
研究方法
2023年度にCCU病棟で勤務した看護師15名を対象に心理的安全性についてのアンケー
ト調査を実施。単純集計し、看護師経験年数、循環器看護経験年数を比較し分析した。
結果
看護師15名中11名アンケートを回収。心理的安全性について必要である・やや必要であ
ると11名が回答。心理的安全性の理解については、だいたい理解している8名・詳細は分
からないと3名が回答。エイミー・エドモンドによる心理的安全性を測る7つの質問の結果
より、過半数がミスをする事で避難されていると感じ、チームの中で起きている問題に対
して、自由に意見が言えないと回答。看護師経験年数別・循環器看護経験年数別での偏り
はなかった。
考察
心理的安全性について、理解しているスタッフは0名という結果になっており、心理的安全
性について理解する必要があると考える。自由に意見が言えないことや、ミスをすること
で避難されていると感じているスタッフが多い自部署では、心理的安全性が確保されてい
ないと考える。人はそれぞれ異なる意見や思い、考え方をもっている。それらを認め尊重し、
安全を感じながら仕事できる環境づくりを行っていく必要がある。
結論
自病棟では心理的安全性は確保できていなかったため、心理的安全性について理解し行動
変容に至るようマネジメントが必要。

P1-34-3
A病院における中堅看護師のストレスの実態調査
宮里∙ひなの（みやざと∙ひなの）、梅野∙ひなた（うめの∙ひなた）、五十嵐∙唯（いがらし∙ゆい）、末永∙遙香（すえなが∙はるか）、
多田∙隆史（ただ∙たかし）、田林∙真貴子（たばやし∙まきこ）、北代∙美由紀（きたしろ∙みゆき）、柳生∙泰世（やぎゅう∙やすよ）

NHO 神戸医療センター五階西病棟

【目的】本研究はA病院で働く中堅看護師のストレスの要因を明らかにし、職場環境改善の
一助を目的とした。【対象と方法】A病院の中堅看護師（3 ～ 10年目と定義）を対象とし、ア
ンケート調査を実施した。11個の大項目にそれぞれ4 ～ 9個の質問があり、大項目ごとに
ストレスが高い順に1 ～ 3までの順位を付け点数化し、結果を単純集計した。【結果】アン
ケートを61名に配布し、回収数は44名、そのうち40名（有効回答率90％）を分析対象と
した。最もストレスの点数が高かったのは、《患者やその家族とのかかわり》の中の〈クレー
ムや要求の多い患者や家族のかかわり〉であった。次にストレスの点数が高かったのは、《医
療技術・看護技術の革新に追われる》の中の〈自分の知識不足がある〉であった。【考察】〈ク
レームや要求の多い患者や家族のかかわり〉に最もストレスを感じるのは、対応の方法がわ
からない時に、相談出来ずに一人で悩んでいるのではないかと考えられる。そのため、対
応に困っている状況を病棟全体で共有し、医療チームで関わる必要がある。〈自分の知識不
足がある〉ことにストレスを感じている理由は、中堅看護師は主体的に学ばなければならな
いことは理解しているが、新人看護師のように必然に駆られることが少ないため、学習に
対して費やされる時間や体力や心の余裕がないことで学習の機会が減っていることが考え
られる。また、技術のスキルアップや知識のアップデートなどの継続学習の必要性は感じ
ているが、学習が追いついていないことに対する葛藤があるのではないかと考えられる。【結
論】中堅看護師は、対患者・家族の関わりと自分の知識不足にストレスを感じていることが
わかった。
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P1-35-3
地域ケアと病院の間をつなぐ地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーショ
ン病棟のケアの質向上に向けた取組－ケアの質評価指標の開発－
後藤∙友子（ごとう∙ゆうこ）、三浦∙久幸（みうら∙ひさゆき）

国立長寿医療研究センター病院在宅医療・地域医療連携推進部

背景 :地域包括ケア病棟（包括病棟）や回復期リハビリテーション病棟（回リハ病棟）などは
「中間ケア」に位置付けられる。中間ケアとは「ケアの継続性と質を確保し、回復を促進し、
在宅サービスと急性期サービスの境界面での独立性と自信を回復する、期間限定のケア」と
国際定義がされている。日本には中間ケアの質を評価する指標がなく、当研究は地域包括
ケア先進国である英国国民保健サービス（NHS）の病棟版中間ケアの質評価指標（患者回答）
の日本語版と、ケアスタッフ回答用の評価指標を作成し、その妥当性と信頼性することを
目的とした。
方法 :NHSの中間ケア指標開発チームから日本語版作成の承諾を得て、異文化適応プロセス
に関するガイドラインにもとづき当センターの看護部長らと共に暫定版を作成した。そし
て、2020年12月から2022年8月の間に当センターの包括病棟と回リハ病棟でケアを受
けた患者とその患者をケアしたスタッフを対象に質問紙調査を実施した。
結果 :患者回答は116部、ケアスタッフ回答は286部の有効回答を得た。患者回答とケア
スタッフ回答共に高い信頼性を確認した。因子分析により患者回答とケアスタッフ回答は
ともに2因子構造であったが、因子と項目の構造は異なっていた。患者回答とケアスタッフ
回答は共に「患者中心のケア」因子に強く寄与していることが明らかになった。しかし、中
間ケアが開始されるタイミングは、患者回答とケアスタッフ回答共に「患者中心のケア」へ
の寄与が小さかった。
考察 :日本で実用可能な中間ケア評価指標が開発されたことで、地域での患者の暮らしを支
えるための病院ケアスタッフに求められるケアの質向上に向けた取組を進めることが求め
られる。

P1-35-2
病棟看護師に対する看護サマリーに関するアンケート調査　～求められる
情報と実際の記載内容の比較～
櫻井∙美里（さくらい∙みさと）1、中野∙絵美（なかの∙えみ）2、笠原∙邑斗（かさはら∙ゆうと）1、田之上∙久美子（たのうえ∙くみこ）3、
花村∙良枝（はなむら∙よしえ）1、小林∙邦枝（こばやし∙くにえ）1

1NHO まつもと医療センター看護部西3病棟、2NHO まつもと医療センター看護部西5病棟、 
3NHO まつもと医療センター看護部東4病棟

【目的】
病棟看護師が看護サマリーを記載する際に重要だと意識している内容を明らかにする。

【方法】
当院の病棟看護師267名を対象に無記名自記式質問紙による調査を実施した。質問項目は
主に先行研究を参考に、求められる情報について記載の有無を問う設問をした。

【結果】
176名（回答率65.9%）から回答を得て有効な154名の回答を分析対象とした。看護経過に
ついて「入院までの経過～治療の流れ」に重点を置いて記載している看護師が51%と最も多
い結果となった。次いで「入院中の本人の様子」が25.6%、「退院時の本人の様子」が10.3%
となった。排泄について記載している項目として、「最終排便について」は74.7%と最も高
かった。「排便コントロール方法について」は60.4%、「介助レベルについて」は42.2%であっ
た。薬の管理については、記載しない者が18.8%存在し、理由として「診療情報提供書に
記載されている」との回答もあった。患者・家族の想いについても記載しない者が38%存
在し、「患者が認知症等で意思表示できない」など理由が複数挙げられた。

【考察】
先行研究では看護サマリーの受け取り手は、入院中の経過はシンプルに記載し、薬剤や排
泄などの退院後に継続が必要な処置やケアを具体的に記載することを望んでいる。しかし
本研究の結果から薬に関することや本人の想いを記載している者は一定数いるものの、項
目によっては重要と意識していない看護師は60%を超え、多数存在することが示唆された。

【まとめ】
病棟看護師が重要だと意識して記載している内容が明らかになり、受け取り手が求める情
報に対し乖離や不足が見られた。

P1-35-1
公開研修を通じた地域とのつながりづくり　ONE FOR ALL,ALL FOR 
ONE
佐々木∙祐二（ささき∙ゆうじ）、大森∙和幸（おおもり∙かずゆき）、池原∙成美（いけはら∙なるみ）、後山∙勝（うしろやま∙まさる）、
森本∙武光（もりもと∙たけみつ）、阿部∙康広（あべ∙やすひろ）、三浦∙由佳子（みうら∙ゆかこ）、谷∙安津子（たに∙あつこ）、
村本∙やよい（むらもと∙やよい）、森島∙寿奈子（もりしま∙すなこ）、岩田∙織江（いわた∙おりえ）、其竹∙映子（そのたけ∙えいこ）、
森川∙真美（もりかわ∙まみ）、阿部∙正博（あべ∙まさひろ）、竹歳∙満（たけとし∙みつる）、田中∙有美子（たなか∙ゆみこ）、
宮崎∙達志（みやざき∙たつし）、齋藤∙勢也（さいとう∙せいや）、近藤∙秀治（こんどう∙しゅうじ）、井内∙新（いうち∙あらた）

NHO とくしま医療センター東病院療育指導科

【課題】
国立病院機構の重症心身障害児（者）の入院患者数は減少傾向にあるが、徳島県障がい者施
策基本計画においては療養介護の支給見込量は年々増加している。国立病院機構の現状と
徳島県障がい者施策基本計画の示す療養介護の見込量との乖離について、療養介護に対す
る潜在ニーズがあるのであれば、地域とのつながりのための取り組みが一層重要である。

【取り組み】
地域とのつながりづくりの取り組みのひとつとして、令和6年3月26日に徳島県内の障が
い者支援施設を対象にオンライン公開研修を実施した。内容は、障害者虐待防止研修とし
てアンガーマネジメントを実施することとし、徳島県内の地域自立支援協議会や徳島県サー
ビス管理責任者等研修で研修案内と当院が実施する障害福祉サービスの紹介の資料を配付
した。

【結果】
公開研修には、徳島県内の障害者支援施設等21施設から約90名の参加があり、研修後の
アンケートでは全ての施設から「次回も参加したい」と回答があった。あわせて実施した虐
待防止研修の関する調査では「職員のメンタルヘルスのための研修」が最も研修ニーズが高
かった。また、研修会後の2 ヶ月間で、公開研修に参加した施設から2名の療養介護利用
の相談があった。

【今後の取り組み】
より参加施設を増やし、地域のつながりをつくるため令和6年度の公開研修は「職員のメン
タルヘルスのための研修」とし、事前に「アンガーマネジメント」「心の整理術」「脳疲労の
解消法」「ソーシャルサポート」「PEP TALK」から研修内容の希望調査を実施することとした。
令和5年6月以降にまとめた希望調査の結果等については、総合医学会で報告する。

P1-34-7
日本の医学生が病棟実習で遭遇するセクシャルハラスメントの実態調査
鈴木∙森香（すずき∙もりか）1、和足∙孝之（わたり∙たかし）2

1NHO 仙台医療センター診療支援センター総合診療科、2京都大学附属病院総合臨床教育・研究センター

【目的】セクシャルハラスメントは、口頭および身体的な性的関心を向けられることを指す
用語であり、医学界においても問題となっている。今回、日本の医学生を対象に、病棟実
習時のセクシャルハラスメントについて実態を把握し、安心して修学するための適切な環
境および管理体制の構築について検討することとした。【対象・方法】本調査は、日本医学教
育振興協会の協力を得て、研修医が受験する基本的臨床能力評価試験の直後に無記名でア
ンケートを実施し、結果を回収した。セクシャルハラスメントの定義とアンケート内容は
先行研究に準じて作成した。研究対象は、医学部を卒業した全国の1年次研修医とした。回
答を得られたのは578人（回収率74.6％）で、除外基準に該当した147人を除外し、解析
ソフトを用いて解析した。【結果】解析対象者は合計431人：男性307人（71.2％）、女性
124人（28.8％）、年齢は24 ～ 51歳（平均:25.8歳）であった。セクシャルハラスメントに
遭遇したと回答した人は40人（9.3％）であり、オッズ比4.9［95％ CI:2.5 ～ 9.7］で女性が
有意に高かった。また、セクシャルハラスメントに遭遇した群で、報告した人は2人（5％）
であり、19人（47.5％）は報告部署を知らないと回答した。さらに、報告部署の知識に関わ
らず「報告しない」と答えた人が31人（77.5％）であった。【考察・結語】本研究では、医学生
が病棟実習中に遭遇しているセクシャルハラスメントの現状を把握することができた。一
方で、報告部署に適切に報告されていない事実が明らかとなった。今後の課題として、報
告部署の周知や報告しない理由の解明、報告した際の問題点を明らかにし、システムを改
善する必要がある。
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P1-35-7
入院中薬学ケアにより副作用を軽減した症例について薬剤管理サマリーを
用いた病院－薬局間の連携が患者満足度向上につながった一例
佐多∙菜穂子（さた∙なほこ）1、杉尾∙由希子（すぎお∙ゆきこ）1、桑原∙貴美子（くわはら∙きみこ）1、大窪∙典子（おおくぼ∙のりこ）2、
山形∙真一（やまがた∙しんいち）1

1NHO 鹿児島医療センター薬剤部、2NHO 熊本南病院薬剤部

【はじめに】
入院を契機に相互作用を発見し薬剤調整を行い，薬剤管理サマリー（以下，サマリー）を用
いて保険薬局に情報提供を行い，出血症状の軽減と患者満足度向上につながった症例を報
告する。

【症例】
患者は86歳男性で,入院2か月前より血尿を自覚し当院泌尿器科へ紹介受診した。尿管癌
と診断され,化学療法導入目的に入院となった。心房細動の既往ありベラパミル塩酸塩錠
40mg,エドキサバン錠60mgを持参していた。入院時尿検査所見で 潜血（3+）,外観 濃褐
色であった。

【経過・介入内容】
ベラパミル併用にてエドキサバンの作用増強あるため介入し,エドキサバンが 30 mgへ減
量となった。保険薬局では2剤間の相互作用について認識していなかった。尿検査を提案し
効果を確認,入院時と変化はなかったが,患者は血尿回数の減少を感じていた。エドキサバ
ンの自己中断歴もあり,服薬の必要性について指導も行った。退院時にサマリーにて保険薬
局へエドキサバン減量の経緯と自宅にある残薬の調整依頼,経過や退院後の注意点に関して
の情報提供を行った。次回入院時にはエドキサバン錠 60 mgが1回0.5錠に再調剤されて
持参となっており,患者からは保険薬局でも対応あり安心した旨の言があった。

【考察】
入院時の持参薬に対して用量調節の介入を行い, サマリーを用いて保険薬局と情報共有した
ことが,シームレスな薬物療法,また患者満足度向上にもつながったと考える。サマリー作
成は,日常業務の中で優先順位が低くなりがちである。しかし本症例の様に入院中の薬学ケ
アを調剤薬局へ引き継ぐことは, 服薬アドヒアランスの向上, 適正な薬物治療につながるこ
とが確認された。

P1-35-6
院外処方せんにおける疑義照会簡素化プロトコル導入後の評価
西村∙幾美（にしむら∙いくみ）1、高良∙恵理（こうら∙えり）1、上野∙智子（うえの∙ともこ）1、服部∙雄司（はっとり∙ゆうじ）2

1NHO 紫香楽病院薬剤科、2NHO 東近江総合医療センター薬剤部

【緒言】2010年厚生労働省医政局局長通知として医療の質の向上および安全性の観点から
薬剤師が主体的に薬物療法に参加するチーム医療の推進が発出された。その取り組みの一
つとして医療機関と保険薬局の合意のもとに形式的な疑義照会を簡素化する院外処方せん
における簡素化プロトコルがある。当院では2023年6月より「院外処方せんにおける疑義
照会簡素化プロトコル（以下プロトコル）」の運用を開始した。運用開始から約1年が経過し
たため運用状況の把握と改善を目的に導入前後の疑義照会件数の集計とアンケート調査を
行ったので報告する。

【方法】導入前2022年6月～ 2023年4月および導入後2023年6月～ 2024年4月の院外
処方における疑義照会件数の集計を行った。またアンケート調査は2024年4月に甲賀・湖
南薬剤師会に所属する全保険薬局を対象に実施した。

【結果】疑義照会件数は導入前157件、導入後101件であった。またアンケート回収率は
68％で、当院のプロトコルの認知率は70％であった。締結した保険薬局11件のうちプロ
トコルを使用したことがあると回答した保険薬局は3件で、それらの全てが業務負担軽減と
患者サービスの向上がみられると回答した。

【考察】プロトコルの認知度や満足度は高く、その導入は医師および保険薬局の業務負担軽
減・患者サービスの向上につながっている。また医薬品供給不足への対応を望む意見もみ
られたことから、今後も定期的な見直しを行うことでさらに適切な薬物療法へとつながる
と考えられる。

【結語】患者への最適な薬物療法の提供にはプロトコルを活用し地域で連携することが重要
である。

P1-35-5
当院における連携充実加算の取り組みと地域薬剤師会を介した保険薬局に
対するトレーシングレポートの実態調査について
村上∙明男（むらかみ∙あきお）1、宇津木∙直人（うつぎ∙なおと）2、新井∙聡子（あらい∙さとこ）1、安森∙奈緒子（やすもり∙なおこ）1、
濱野∙愛里（はまの∙あいり）1、伊東∙英子（いとう∙えいこ）1、五十嵐∙昌子（いがらし∙まさこ）1、軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）3、
荒∙義昭（あら∙よしあき）1

1NHO 災害医療センター薬剤部、2北多摩薬剤師会薬剤、3NHO 東京医療センター薬剤

【背景】当院は門前薬局が存在せず地域保健薬局との情報共有や連携の円滑化を目的に地域
薬剤師会（北多摩薬剤師会）とワーキンググループを設立し定期的に活動している。通院治
療センターで治療を行っている患者に対して指導及び情報シール（レジメン、副作用、採血
データなど）を配布しているが介入件数に対してトレーシングレポートの件数が少ない状態
となっている。【目的】令和2年度の診療報酬改定による連携充実加算算定件数の上昇とそ
れに伴う当院に対するトレーシングレポートの実態について北多摩薬剤師会と協力しアン
ケート形式にて調査を行った。【方法】北多摩薬剤師会に所属している市区町村会員薬局に
対してアンケートを送付し回答を得た。【結果】回答薬局は北多摩薬剤師会会員薬局150件
中65件（回答率43.4%）であった。地域別にみると、立川市30件、昭島市10件、国立市5件、
東大和市10件、武蔵村山市11件であった。当院から受けている処方箋の内がん関連処方
の割合は立川市62枚、昭島市9枚、国立市2枚、東大和市2枚、武蔵村山市30枚であった。
当院にトレーシングレポートを送付した事がある薬局は45件（69.2%）であった。当院から
発行している情報シールを服薬指導に役立てている19件（2.9%）、あまり理解出来ていな
い5件（7.7%）、シール自体を見た事がない43件（63.1%）であった。【考察】情報シールを
有効活用出来ていない主な理由として情報シールの活用方法の周知不足や、保険薬局のニー
ズに合った勉強会を開催出来ていない事が要因として考えられる。今後はこれらを満たし
た勉強会の開催がトレーシングレポート件数及び適切な薬学的介入件数の増加に繋がると
考えられる。

P1-35-4
地域と病院を繋ぐ入退院支援業務 「DENEN Project」の取り組み
林∙美野里（はやし∙みのり）1、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）1、新保∙一（しんぼ∙はじめ）1、新海∙朱里（しんかい∙あかり）1、
細谷∙治（ほそや∙おさむ）2、塩地∙園代（しおじ∙そのよ）3、今川∙貴仁（いまがわ∙たかひと）4、林∙覚（はやし∙かく）5、
寺田∙友英（てらだ∙ともひで）6、富田∙勝司（とみた∙かつじ）7、野本∙幸治（のもと∙こうじ）5、軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）1

1NHO 東京医療センター薬剤部、2日本赤十字社医療センター薬剤部、3東京都立広尾病院薬剤部、 
4東邦大学医療センター大橋病院薬剤部、5東京都渋谷区薬剤師会保険薬局、 
6東京都目黒区薬剤師会保険薬局、7東京都世田谷区薬剤師会保険薬局

【目的】東京医療センターでは2023年3月、入院前患者情報を把握するため近隣病院と保険
薬局で共同し「DENEN Project」（以下、DENPro）を設立し活動を開始した。各施設が共
通して利活用できる入院時服薬情報提供書（以下、資材）を作成し、2024年1月より対象患
者に対して資材を配布している。今回、現在の運用による問題点を抽出し入退院支援業務
の質の向上と円滑な連携を図ることを目的とした。

【方法】運用開始から2024年5月までの5 ヶ月間、資材の配布と面談の両方が終了した患
者を対象とした。問題点抽出のための調査項目は「薬局所在地区」、「大手・個人薬局区分」、

「面談所要時間」、「病院薬局間における聴取内容相違」、「情報提供（無）薬局の件数とその理
由」、「服薬状況（アドヒアランス）」等として単純集計を行った。

【結果】期間内に資材を配布した件数は101件で、面談件数は81/101件（80.2%）であった。
薬局所在地区は世田谷区が25/81件（30.9％）で最多であった。面談平均所要時間は短縮が
24/81件（29.6%）、延長が4/81件（4.94%）であった。病院薬局間における聴取内容相違
は31/81件（38.3%）で確認された。情報提供（無）薬局の件数は2/81件（2.47%）であり
その理由は情報提供の記載責任に対して消極的な見解であった。

【考察】DENProで作成した資材を用いることで、近隣薬局との情報共有を円滑化し事前に
情報を集約化できるなど業務負担軽減に繋げることが可能になった。しかし、病院薬局間
における聴取内容の相違が複数件生じていることから定期的な資材の見直しと緊密な連携
が必要と考える。今後は、さらなる業務の効率化と情報のデジタル化を試みた運用の環境
整備が急務である。
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P1-36-4
教育担当者のOff-JTとOJTの連動に向けた取り組み ―フォローシート活
用の効果と課題―
中山∙アツ子（なかやま∙あつこ）

NHO 肥前精神医療センター看護部

【はじめに】前年度の取り組みで教育担当者がフォローシートを活用したかかわりは増えた
が、どのような効果があるのかは課題であった。教育担当者がフォローシートを活用して
感じた効果と課題を明らかにすることを目的に取り組みを行った。【方法】A病院で教育担
当者を担う副看護師長20名中調査協力が得られた4名に半構造化インタビューを実施し
た。逐語録を作成し、参加者の言葉を用いてコードを作成しサブカテゴリ―を抽出、サブ
カテゴリ―の類似性を検討しカテゴリーを生成した。カテゴリーについては、共同研究者
と互いに納得するまで検討を行った。A病院倫理審査員会の承認を得た。【結果】59コード
から31サブカテゴリー 8カテゴリーが生成された。教育担当者がフォローシートを活用し
て感じた効果と課題として【学びを知る】【レディネスに合わせた支援】【学びを広げる】【意
欲を引き出す】【支援のきっかけ】【実施指導者の支援】【自分と向き合う】【チームをつなぐ】
の8カテゴリーが生成された。【考察】フォローシートを活用したOJTの支援は、研修生が
Off-JTで学んでいることを知るだけでなくレディネスに合わせた支援を可能にし、関わり
方によっては学びを広げ、意欲を引き出すことや教育担当者自身のリフレクションを促す
ことに効果を示すと考えられた。また、効果や研修生に対して積極的傾聴を行うことは教
育支援環境整備に有用性があると示唆された。一方で、【実施指導者の支援】【レディネス
に合わせた支援】は、気づきを引き出す時間が確保できない、成長に時間を要すことへジレ
ンマを感じて指導に自信がないときには、フォローシートの効果は十分に発揮できない課
題が推測された。

P1-36-3
各部署急変シミュレーション研修開催に対して開催部署の副看護師長が抱
いている困難感
伊富∙静佳（いとみ∙しずか）、岩本∙有理（いわもと∙ゆり）、橋本∙眞理子（はしもと∙まりこ）、野崎∙孝子（のざき∙たかこ）

NHO 三重中央医療センター看護部ICU

【目的】副看護師長に各部署急変シミュレーション研修に関するインタビューを実施し、各
部署急変シミュレーション研修に対して抱いている困難感を明らかにする目的で研究を
行った。【方法】質的帰納的研究デザインを用いた。対象はA病院の病棟、外来、手術室所
属のリスク部会担当の副看護師長で、2024年1月から3月にインタビューを行った。得ら
れたデータから各部署の急変シミュレーションに対して抱いている困難感に関連する箇所
を抽出、コード化し、相違点、共通点について比較、分類し、集まったものの共通性を見
出してカテゴリー化した。【成績】A病院のリスク部会担当の副看護師長6名に協力が得られ
た。分析の結果、各部署急変シミュレーション研修に対して抱いている困難感の得られた
カテゴリーは、【】で示した。【テーマ選定の悩み】【企画に慣れていないことによる困難】【時
間の確保・日程調整の困難】【知識の正確性の不安】【多重業務を抱える中での心理的・業務
的負担】【企画・知識習得の支援体制の不足】6つのカテゴリーが抽出された。【結論】副看護
師長は企画段階から困難感を感じており、多重業務を抱える中での心理的・業務的負担と
なっていることが明らかとなった。関連部門が相談しやすい環境作りや知識習得の補助を
行うこと、働き方改革による時間確保の困難もあるため病院全体での支援体制を充実させ
ることが望ましい。

P1-36-2
副看護師長の関わりがもたらしたOJTの変化～「ポジティブフィードバッ
ク」を取り入れて～
辻岡∙舞衣子（つじおか∙まいこ）、佐脇∙真容子（さわき∙まゆこ）、東∙美由紀（ひがし∙みゆき）、北地∙祐子（きたじ∙ゆうこ）

NHO 大阪南医療センター看護部

はじめに：当院では令和4年度にOJTの充実を目指し、実態を可視化するため文献カード
にヒントを得て「OJTカード」を考案した。その活動を発展させ令和5年度はスタッフ同士
が意欲的に関わり合えるOJTができるよう、ポジティブフィードバックの手法を取り入れ、
副看護師長会で活動をしたので以下に報告する。方法：スタッフのOJT場面を副看護師長
がOJTカードへ記載し、副看護師長会で共有した。次に、副看護師長を対象にポジティブ
フィードバックに関する意識調査を行った。その結果「難しい」「方法がわからない」とい
う思いを持つ副看護師長がいたため、副看護師長に対しポジティブフィードバックの勉強
会を実施した。スタッフに対しては具体的なOJTについて勉強会を行った。勉強会前後の
副看護師長の変化はポジティブフィードバックに関する意識調査の追跡、スタッフの変化
はOJTカードの内容を「看護のためのポジティブマネジメント」（手島恵、2014、医学書
院）を参考に、「埋める指導」（足りないところを指摘する指導）「伸ばす指導」（出来ている
ところを認め経験や自信を引き上げる指導）に分類した。結果：副看護師長はポジティブ
フィードバックを「常に意識している」が5月0％、9月66％、勉強会後の12月83％、2
月100％に増加した。スタッフのOJTの変化は伸ばす指導が勉強会前は40％であったが、
勉強会後は71％まで増加した。結論：副看護師長会でポジティブフィードバッグに関する
取り組みを行ったことで、副看護師長はポジティブフィードバックができるようになり、
OJTもポジティブな内容に変化した。

P1-36-1
副看護師長対象 看護研究実践能力・指導能力の分析～ルーブリック自己評
価票を用いた現状把握と教育プランの提案までの道のり～
川島∙聖子（かわしま∙せいこ）、北地∙祐子（きたじ∙ゆうこ）、松本∙奈緒美（まつもと∙なおみ）、峰岸∙三恵（みねぎし∙みえ）、
金子∙幸代（かねこ∙ゆきよ）

NHO 大阪南医療センター看護部

〔はじめに〕ラダーレベルvへの看護研究指導は、教育の支援体制の差が進捗や精度に影響し
ているのではないかと感じていた。そこで、教育の中心となる副看護師長を対象に、看護
研究と研究支援の経験、研究に必要な能力を調査し、現状把握と今後必要な能力開発につ
いて検証することとした。〔目的〕研究支援に必要な能力をルーブリック評価票で現状把握
し、能力開発方法を検証する。〔方法〕副看護師長29名に、属性、自己評価ののち、事後ア
ンケートを実施。自己評価票は7領域28項目に分類し、具体的成果指標を設け、4段階の
研究実践能力ごとの選択肢を作成した（合計112満点）。記述統計、相関関係（pearsonの
相関係数）と因果関係（t検定、分散分析）の推察を事後アンケートと併せて検証した。〔結果〕
回収率86.2％、有効回答率96%であった。自己評価の平均58.3（SD19.0）中央値54、ルー
ブリック評価において「十分満足できるレベル」（84点以上）が2名、全体の回答数では「や
や努力を要する」項目が52%を占めた。副看護師長経験年数での有意差は認められなかっ
た。一方、研究の実践課題数と自己評価の得点にわずかな相関があり（相関係数0.34）、学
習経験では有意差が認められた（p＜0.05）。また、研究実施経験の有無には有意差があり、
研究指導経験の有無ではやや有意な傾向が認められた。〔考察〕研究実施課題数と自己評価
の得点には相関関係があり、研究経験と指導経験の有無でも有意差が認められたことから、
自ら研究を実施する経験を積みつつ指導経験を増やすことが能力向上をもたらすと示唆さ
れた。加えて、半数が知識や技術が不足していると自覚したと言え、学習環境を整えるこ
とが必要である。
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P1-36-8
ストーマラダー受講者の教育的効果について～ラダー 4、プロフェッショ
ナル受講者に焦点をあてて～
牧野∙麻希子（まきの∙まきこ）、藤巻∙祥太（ふじまき∙しょうた）、中宿∙佳代子（なかじゅく∙かよこ）、三谷∙あずさ（みたに∙あずさ）

NHO 横浜医療センター看護部皮膚・排泄ケア認定看護師

【目的】当院では6年前よりストーマラダー（以下ラダー）を実施している。学習者のニーズ
と達成感、成長を促す目的で自己の学習と指導者としての2つの側面を持たせたラダー 4、
プロフェッショナルコース（以下プロ）を含む5段階としている。ラダー 4とプロについて
その教育効果を明確にする【方法】ラダー 4、プロに参加し、修了できた5名の終了時アン
ケートを分析、検証する【結果】ラダー 1・2は基本的手技や知識を習得、ラダー 3は実践と
アセスメントを強化する内容にしている。ラダー 4とプロはより多角的視点からの症例報
告やラダー 1 ～ 3に対して講義や指導をする教育者としての役割も追加している。アンケー
トで　A参加動機　B満足度・学び・活用　C向上心　D継続理由を回答してもらった。A
ではいずれも向上心を持って取り組み、スキルアップを望んでいた。Bでは全員が満足して
いた。他者に教えることやお互いのアセスメントを聞くことの学びを全員が感じ、看護活
用し指導に生かしていることがわかった。Cのラダーレベルを進めるかについては、わから
ない、またはしたくないと答え、自分の実力が上のレベルに達していないため困難である
という評価だった。Dについては日々の看護の質を向上させる必要性を回答、その対象は
患者や病棟スタッフだった。【考察】ラダー 4・プロで期待する内容に対し、向上心を持ち、
指導を学びとしてとらえており期待する効果を得られている。しかし、さらに上位のラダー
修了に対してはその困難性を反映しているため、学び続けられる方法の検討が必要である

【まとめ】ラダー 4・プロでの教育内容は参加者の成長を促し、教育的側面の向上とともに
看護の質を上げている。

P1-36-7
一般病棟に勤務する看護師がICLSプロバイダーを取得する意義
金井∙恵美（かない∙えみ）1、太田∙慧（おおた∙けい）2、小野∙浩生（おの∙ひろみ）3、仁平∙知保（にへい∙ちほ）1

1NHO 東京医療センター看護部、2NHO 東京医療センター救急科、 
3NHO 災害医療センターリハビリテーション科

心肺停止はいかなる病院のいかなる部署においても起こる可能性がある。心肺停止が発生
した場合は時間的猶予なく、即座の対応が求められ、熟練したプロバイダーが到着するま
では現場の医療者が蘇生チームの一員として参加することが求められる。ICLSは、日本救
急医学会により開発された心肺蘇生教育コースであり、東京医療センターでは2003年に
ICLSコースを立ち上げて以降、2023年度末までで109回のコースを開催している。デー
タが残っている2008年以降だけでも1686名のICLSプロバイダーが誕生して、病院だけ
でなく地域の蘇生に貢献している。演者の所属する総合内科病棟では、2023年度の院内心
肺停止が6件発生しており、そのうち心拍再開例は2件（33%）であり、2件とも神経学的
予後は良好であった。心拍再開例の2件においては、ICLSプロバイダーである看護師が第
一発見者として心肺蘇生を開始しており、両者とも無灌流時間0分、低灌流時間4分、12
分で心拍再開していた。一方、蘇生に至らなかった4件はICLSプロバイダーが第一発見者
ではなく、診療録に無灌流時間の記載がない例がある。看護師によって心肺蘇生の実施に
関して認識の差が生じた可能性があり、結果、無還流時間が長くなってしまった可能性が
ある。当院で2023年度に発生した院内心肺停止例33件のうち、29件は看護師が第一発見
者であった。病棟では、患者と接することが多い看護師が急変の第一発見者となることが
多い。心肺停止の初期対応にあたる可能性が高い看護師がICLSプロバイダーを修得するこ
とにより、蘇生率が上昇し、患者予後に影響を与えることが期待される。よって、今後も
一般病棟の看護師へICLSコースの受講を推進していきたい。

P1-36-6
A病院におけるナーシングオリエンテーリング研修会の活動報告と今後の
課題 ～シミュレーション教育を取り入れて～
落合∙恵（おちあい∙めぐみ）、坂井∙みさき（さかい∙みさき）、川端∙朋加（かわばた∙ともか）、久保田∙大樹（くぼた∙だいき）

NHO 京都医療センター看護部専門看護師認定看護師連絡会

【はじめに】2021年度より専門看護師認定看護師連絡会（以下CNS・CN連絡会）では、安
全で丁寧な看護を自ら学び考え行動できる看護師を育成することを目的に、シミュレーショ
ンを取り入れた研修会を開催した。3年間の活動と今後の課題について報告する。【方法】急
変対応、認知症ケア、感染管理、災害看護等どの部署も共通する6テーマを設定し、各テー
マを30分でローテーションする方式で研修を計画。各部署対抗形式で、合計得点を競い
CNS・CN連絡会メンバーが評価する。【倫理的配慮】本実践報告は、所属施設長から承認
を得た。【活動結果】参加人数は平均46名/回、看護師経験年数は1～3年目が40～60％で、
回を重ねる毎に若年化していた。また参加のきっかけは、大半が上司から薦められたと回
答していた。アンケート結果では、研修の満足度、チーム間での協力、臨床における活動
について、全年度でほぼ参加者全員が肯定的な回答であった。しかし、次回の研修参加希
望について「どちらともいえない」が、半数を占めた。【考察】CNS・CN連絡会が中心となり、
満足度の高いシミュレーション教育を取り入れた研修会を継続した。そしてチーム間の協
力連携が図れ関係性の向上に繋がった。参加者の若年化や自ら研修参加を希望する者が減
少している結果から、部署の管理者と開催者側が主旨を共有し、どの年代でも役立ち活用
できるようにする。また、シミュレーションを取り入れたテーマ選定は、院内の看護実践
の課題や社会情勢に沿ったトピックスとする。研修方法については、各部署対抗形式をとり、
気づきや学びをチームで行う看護実践に結び付け、今後もCNS・CNならではの研修を提
供していきたい。

P1-36-5
A病棟看護師の社会人基礎力調査を試みて
堀川∙萌（ほりかわ∙もえ）、中野∙叶（なかの∙かな）、今中∙陽子（いまなか∙ようこ）

国立循環器病研究センター看護部

【はじめに】多職種と働きながら患者の療養生活を支援する看護師は、真摯な姿勢や対応力
が必要と考えられる。これらの能力は数値化や評価が難しく日々の指導で困難を感じてい
た。社会人基礎力をクリニカルラダー別に調査することで、組織としての人材育成や指導
に活かせられると考え調査した。【方法】A病棟看護師23名を対象とし、2023年10月に社
会人基礎力チェックシートを配布。当院の教育制度のクリニカルラダー別に集計した。【結
果・考察】クリニカルラダー別全体で自己評価が高かったのは「規律性」であった。日頃から
看護師の倫理綱領や手順などに則り、患者と真摯に向き合い、多職種とチームで働く意識
の強い看護師にとって、比較的評価しやすい項目であると考える。新人看護師の「働きかけ
る力」やラダー 1、2看護師の「計画力」が低かったのは、指導を受けながら看護実践を学ん
でいる段階であることが要因と考える。そのため自己の能力を認知し、多重課題が生じた
際にその行動計画が妥当であったか一緒に振り返り指導することが必要である。ラダー 3、
4、5看護師の「創造力」が低かった要因は、ライフイベントが多く「保証・安定」のキャリア
思考にある年代であることや、一通りの看護実践を経験し、新たな介入方法を検討する場
面が減っていることではないかと考える。様々な介入方法を多職種で話し合える心理的安
全性の高い職場環境を作ることで創造力を養う機会を設けられると考える。【おわりに】病
棟看護師の社会人基礎力を調査することでクリニカルラダー別の課題が可視化された。こ
の結果をもとに更なる社会人基礎力の向上を目指して心理的安全性の高い職場環境を目指
していく。
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P1-37-4
セル看護提供方式導入へのチャレンジ～看護師の満足度への効果～
森∙真理（もり∙まり）

NHO 宇多野病院脳神経内科

【はじめに】A病棟は神経筋難病患者が多く細やかな薬剤調整や転倒防止対策が必要であり、
看護提供方式としては、ペア制で患者を受け持っていた。しかし、ペアに気を使い業務に
支障をきたし、超過勤務時間が多く課題であった。看護師の働きやすい職場環境のために
セル看護提供方式を導入し効果が得られたので報告する。【実施】現状の看護提供方式の問
題点を可視化し、副看護師長やリーダーに方向性やセル看護提供方式導入の効果について
示した。セル看護提供方式の変更にはやや否定的で、転倒インシデントが発生する度に説
明を繰り返すと共に、勉強会を実施し理解を促した。業務フローの作成やスケジュール等、
副看護師長やリーダーを中心に準備を進めていく内に、全スタッフから「早く取り入れたい。
ワクワクする」等前向きな意見が聞かれた。導入後は振り返りを行い、問題点と改善策につ
いて検討を重ねた。【結果】転倒インシデントは導入前平均12件/月から平均5件/月と減
少し、日勤帯の転倒が激減した。患者の傍にいることで異常の早期発見に繋がり、リスク
回避ができた。受け持ち患者数が少なく、情報収集の時間が短縮され、タイムリーに記録
もでき超過勤務時間が約1/2に減少した。スタッフへのアンケートの結果はセル看護提供
方式の継続をする希望者が多かった。【まとめ】看護提供方式の変更に対し始めは否定的で
あったが、副看護師長やリーダーを中心に準備を進める内に理解が進み、前向きな意見交
換により、スムーズに導入することができた。転倒インシデントや時間外勤務時間の減少は、
働きやすい職場環境に繋がっていると考える。今後もセル看護提供方式の更なる確立に向
けて取組んでいく。

P1-37-3
PNS定着に向けた取り組み
片岡∙ちえみ（かたおか∙ちえみ）、笠原∙歩美（かさはら∙あゆみ）、中谷∙和佳奈（なかたに∙わかな）

NHO 富山病院看護部

【はじめに】重症心身障害児（者）は、疾患の理解と同時に疾患による身体の変形や拘縮など
から引き起こされる二次的障害を理解して看護を行わなければならない。患者の尊厳を遵
守し安全な看護を提供するために、10年前にパートナーシップナーシングシステム（以下
PNSとする）を取り入れた。しかし、マインドの醸成ができない、業務優先となっている等
の理由から、定着が出来なかった。20XX年PNS委員会発足を機に病棟でのPNS定着に向け、
業務改善とマインド醸成に対する取り組みを行ったので報告する。【方法】1.勉強会の実施　
2.業務改善　3.アンケート調査　4.メッセージカード作成【倫理的配慮】アンケートのデー
タは個人が特定されないよう処理した。【結果】1.ロールプレイやPNS基礎知識の勉強会に
て活発な意見や、PNSの仕組みに興味を持つ様子が見られた。2.指示受けや処置は全てペ
アで行うようになった。リシャッフルを行うことで協力体制が出来た。3.人材育成に繋がっ
た、相談しやすい環境が整った、患者に関わる時間が増えた等の意見が聞かれた。4.お互
いを尊重し合う気持ちを伝えあうことで、PNSの取り組みに対するモチベーションを高め
ることができた。【考察】20XX年のペアは管理者が作成したパートナーであったが、日々の
ペアでの業務により患者に対する責任感が身についた。また、勉強会の実施で互いを尊重
し合える関係構築に繋がり、業務を終了させることに協力的なスタッフが増えたと考える。
PNSに対する意識の変化が次年度のパートナー選定を成功させる鍵となったと考察する。

【結論】業務改善とマインド定着を並行して実施していくことでスタッフの意識が変化し本
来のPNSの定着に繋がった。

P1-37-2
固定チーム・デイパートナー方式導入前後でのインシデント発生要因の変
化と今度の課題
浅田∙瞳（あさだ∙ひとみ）1、坂田∙瞳（さかた∙ひとみ）1、大河∙恵子（おおかわ∙けいこ）1、川上∙千代（かわかみ∙ちよ）2

1NHO 名古屋医療センター看護部、2NHO 三重中央医療センター看護部

【はじめに】小児科・内科混合のB病棟は新生児から高齢者の患者が入院し、求められる看
護は幅広い知識やアセスメント力が求められる。ダブルチェックでのインシデント事例減
少を目的に日中の看護を成人・小児チームに分けて2人1組で行う固定チーム・デイパート
ナー方式（以下：DPNS）を導入した。

【目的】B病棟におけるDPNS導入前後のインシデント内容件数、発生要因を明らかにする。
【方法】2022年4月～ 9月をDPNS導入前、2022年10月～ 2023年3月をDPNS導入後
とし、インシデント内容件数、発生要因で比較した。

【結果】DPNS導入前後でのインシデントは薬剤5→13件、検査6→3件、輸血1→1件、
医療機器等1→2件、転倒転落0→2件、療養上の世話1→3件、治療処置1→0件、ドレーン・
チューブ2→2件、その他4→0件であった。発生要因では、導入前は「確認・観察を怠った」
が全体の87%であったが、導入後は「確認・観察を怠った」は63%であり、「連携ができて
いなかった」が24%であった。

【考察】DPNS導入後で薬剤に関するインシデントが増加した。インシデント発生要因にお
いて導入後に「連携ができていなかった」が増加し、ペア間でのコミュニケーションエラー
がうかがえた。連携ができていなかった原因として相手がやってくれるだろうという思い
込みが多く、お互いの確認がおろそかになり、コミュニケーション不足によりインシデン
トにつながったと考えられた。今後もインシデント事例の経過を注視するとともにパート
ナーシップマインドの構築を実施し、効果的なコミュニケーションを実施することが求め
られる。

P1-37-1
モジュール方式導入が看護師のストレスに及ぼす影響～ A病院脳神経内科
病棟での検証～
佐藤∙涼（さとう∙りょう）

NHO 福島病院看護部

【はじめに】先行研究で脳神経内科では看護必要度が高く、業務量とやりたい看護とのジレ
ンマを感じることが明らかになっている。A病院脳神経内科病棟では、やりたい看護が実践
できない、患者からの暴言やナースコールに1人で対応することにストレスがあるという問
題があった。そこで固定チームナーシング方式を実施しているが、協働して看護ケアを進
めていくモジュール方式へ変更した。【目的】モジュール方式導入が看護師のストレスに及
ぼす影響について明らかにする。【方法】導入前後でアンケートを実施。アンケート内容は
看護師の連携・仕事の量的負担・ケアの成果との不均衡・看護師としての役割やアイデンティ
ティーの否定に関する全21項目で、マンホイットニーのU検定で有意差を確認した。【倫
理的配慮】倫理審査委員会の承諾を得て実施した。【結果】すべての項目でストレス度が低い
結果となった。特に、「相談が迅速にできない」「超過勤務が続く」「人手が十分でない」「時
間に追われる」「成果が感じられない」「患者や家族に理解されない」「暴言を吐かれる」で
ストレスを感じにくい結果となった【考察】モジュール方式導入により、看護ケアの依頼が
容易になったことや必要な看護を明確にし、実践できたことで時間的余裕をもたらし、ゆ
とりを持ってケアをすることで、ストレスを感じにくくなったと考える。また、必ず受け
持ち看護師がケアを実践することで満足度が高まり、やりがいにつながった【結論】モジュー
ル方式導入によって看護師間の連携・仕事の量的負担・ケアとの不均衡・看護師としての
役割やアイデンティティーの否定に係るストレスを軽減することが明らかになった。
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P1-37-8
A病院副看護師長の自己分析と心理的安全性について
大月∙寛美（おおつき∙ひろみ）1、菅野∙明美（かんの∙あけみ）1、千葉∙育美（ちば∙いくみ）2

1NHO 旭川医療センター感染対策室、2NHO 北海道医療センター消化器科

【はじめに、目的】昨年度の研究にてA病院の副看護師長（以下副師長）会は心理的安全性が保
たれていないことが明らかとなり、個々の心理的安全性を保つ必要が示唆された。今回の
研究では会議にリフレクションを取り入れることで自己を客観的に評価し、個人の心理的
安全性の向上や中間管理職としての能力向上を目指す。【方法】リフレクション前後での自
記式質問紙調査にて比較検討を行う。【結果、考察】A病院副師長18名、回収数77％、有効
回答率は前期93％、後期100％であった。リフレクションを行った前後の比較において、
副師長会は「学習する場」と答えた割合が増えた。また、心理的安全性4つの因子のうち「挑
戦」「新奇歓迎」も増えた。これらのことから、リフレクションを行うことは学習する場となっ
ただけでなく、様々な背景を持つ者が互いの経験を話し合い、認め合う場となったと考える。
しかし、自己の分析においては「関係性」「自己効力感」「自律性」「目的と意味」「多様性」「強み」
6つの項目全て減少しており、個人の心理的安全性は保たれていないことがわかった。中間
管理職は上司とともに積極的に行動し、自らが進んで心理的安全性の高い場を提供できる
ようになることが求められている。まずは少しずつ自身が変わろうと意識して行動してい
く必要がある。【結論】1．リフレクションは学習する場が増え、お互いに認め合う場になる。
2．個人の心理的安全性はリフレクションでは向上することはできない。【おわりに】今後は
副師長自身が個々で心理的安全性を意識できるような取り組みが課題である。参考文献1）
東めぐみ,経験から学ぶ看護師を育てる看護リフレクション,医学書院,2021

P1-37-7
多様な背景やレディネスを持つスタッフの受け入れ体制整備～ B部署ス
タッフの心理的安全性のチェック評価を通して～
白取∙彩香（しらとり∙あやか）

NHO 弘前総合医療センター看護部

【はじめに】2022年4月地域医療構想によりA病院は公立病院と統合した。B部署は公立病
院からの移行スタッフに加え、他施設からの既卒入職者や新卒入職者を迎え、約35％のス
タッフが新しく加わった。病棟が軌道に乗り始めた昨年度、看護管理者としてスタッフの
心理状況を把握し、病棟運営に取り組んだ。【目的】スタッフが安心安全に看護実践できる
体制を整えるとともに、スタッフの心理状況を把握し、評価を病棟運営に活かす。【方法】
対象B部署スタッフ約30名、期間2023年4月～ 2024年3月。業務改善前後でエイミー・
C・エドモンドソンの心理的安全性の7つの視点を用いて5段階評価し、評価理由を自由記
載とするアンケートを実施、単純集計・比較した。【結果・考察】業務改善は、既卒用教育プ
ログラムの整備とPNS導入を行った。7つの視点で＜とても当てはまる＞、＜当てはまる
＞を心理的安全性が保たれているとした。結果、前75%後65%であった。前アンケート自
由記載では「注意され、そのことが責められていると感じる」という主観的内容であったが、
後アンケートでは「（咎められていると）他者が感じている可能性や個人差によるのでは」と
いった、他者に関心が向けられる記載であった。勤務交替等で同スタッフでの評価はでき
なかったが、心理的安全性は個人とその時に置かれている自身の状況において変化すると
考えられた。業務改善によって前年度よりスタッフ1人当月約5時間超過勤務削減したが、
これによって心理的安全性が担保されたとは言えない。しかし、関心が自分自身ではなく
他者へ変化したことは、相手を思いやり補完しながら業務遂行されたとも考えられた。

P1-37-6
A病院の一看護単位の心理的安全性を評価して
山下∙信人（やました∙のぶひと）

NHO 東広島医療センター看護部

【背景・目的】
成長し合える組織を作るための基盤として、心理的安全性が保たれていることが重要と考
える。そのためA病院の一看護単位の心理的安全性の現状を明らかにしたい。

【方法】
対象者：A病院の一看護単位に所属している看護師26名
データ収集方法:測定用具として、エイミー・C・エドモンドソンの恐れのない組織「心理的
安全性」が学習・イノベーション・成長をもたらす1）で推奨している7つの質問を用いてア
ンケートを実施した。アンケートは5段階リッカート方式で行った。

【倫理的配慮】
A病院倫理委員会の承認を得た。アンケート冒頭にて研究の趣旨や参加は自由意思であるこ
とを説明し、同意を得た。また個人情報が特定されないようにアンケートは無記名とした。

【結果】
対象者26名にアンケートを実施し、24名から回答を得た（回収率92%）アンケート結果
は、1「この部署でミスをすると、たいてい非難される」は非常にそう思う12.5%。そう思
う16.7%。3「この部署のメンバーは他と違っていることを認めない」は、非常にそう思う
4.2%。そう思う25%。4「この部署では、リスクのある行動をとっても安全である」は、そ
う思わない12.5%。あまりそう思わない29.2%。

【結論】
A病院の一看護単位の心理的安全性の現状が明らかとなった。質問1・3・4は約3割のスタッ
フがネガティブな印象を抱いていることが明らかとなった。
1）エイミー・C・エドモンドソン：恐れのない組織「心理的安全性」が学習・イノベーション・
成長をもたらす，野津智子 訳，英治出版，p.13，2021.

P1-37-5
日勤看護師の役割の可視化により得られた影響の分析～リーダー、チーム
別たすきを使用して～
足立∙七彩（あだち∙ななさ）、及川∙佳奈美（おいかわ∙かなみ）、山本∙花恋（やまもと∙かれん）、上野∙舞友（うえの∙まゆ）、
梶田∙志織（かじた∙しおり）、日比野∙彩峰（ひびの∙あやね）

国立長寿医療研究センター 3W病棟

【研究背景】現在、医療現場における心理的安全性について話題となることが増えてきた。
医療現場では、さまざまな専門職や経験値の異なるスタッフが医療チームとして連携して
いる。質の高い医療を提供するにあたっては、職種や経験を超えて、スタッフが提案や疑
問を述べられる環境が求められる。そのため、役割、チームを可視化できるようにたすき
を導入し、どの職種がみても誰に声をかけていいかわかるような取り組みを行った。【方法】
日勤リーダー・メンバー（チーム色別）のたすきの導入。当病棟スタッフ（看護師、リハビリ
技師、医師）にアンケートを実施し内容を集計し、関連事項の抽出を行った。【結果】医師か
らのアンケート結果にてリーダーたすきの周知が行えていることは分かったが、メンバー
の周知はされていなかった。病棟のリハビリスタッフへはリーダー、メンバー共に周知が
行えていなかった。看護師に関しては働きやすさが向上した。1 ～ 3年目、4～ 5年目には「気
軽に相談できるスタッフがいる」、「的確で快く指導を提供するスタッフの有無」という項目
が変化項目として挙げられた。【考察】医師はリーダーと関わる機会が多いため、可視化す
ることにより指示を迅速に伝える事ができ業務が改善したと考えられる。看護師は、若年
の看護師には、たすきを使用したことにより心理的安全性が保たれるというメリットがあ
ると考えられる。中堅以上の看護師にはメンバーの効果は大きくなかった。リハビリスタッ
フへの周知に課題が残り、若年の看護師に対して心理的安全性が高かったことから、周知
された場合には同様の結果が得られると考えられる。
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P1-38-4
重症心身障害児（者）のオムツフィッティングの取り組み～尿漏れ便漏れ0
を目指して～
垣口∙里奈（かきぐち∙りな）、田端∙あずさ（たばた∙あずさ）、池永∙稔樹（いけなが∙としき）、土橋∙佑貴（つちはし∙ゆうき）、
石井∙雅枝（いしい∙まさえ）、中口∙千枝子（なかぐち∙ちえこ）

NHO 和歌山病院看護部

【はじめに】当病棟の患者は変形や拘縮、体動のある患者が多く、尿漏れや便漏れしやすい。
そのため、看護・介護計画に立案している以外のオムツを独自に多数選択して当てており、
統一した援助が出来ていなかった。そこで患者個々に応じた適切なオムツの当て方を検討
し、尿や便漏れ0を目指した。【方法】期間：R5.6月～ R6.1月、対象者：患者55名スタッ
フ33名、実施方法：1.スタッフに計画に沿ったオムツの当て方についての意識調査、尿・
便漏れの現状調査2.漏れ状況に応じて計画を評価・修正3.業者から患者個々に応じたオム
ツの当て方のレクチャー 4.オムツの当て方マニュアルの作成5.スタッフ間でオムツの当て
方の指導と技術チェック【倫理的配慮】データの個人情報保護・本研究以外に使用しない事
を説明した。院内倫理審査委員会の承認を得た。【結果】実施後の意識調査では1.看護・介
護計画に立案2.計画の再評価・修正3.計画通りに実施出来ている、が90％以上であった。
実施後の漏れ調査では、漏れが1回もない患者が18%から35%になり、漏れ率は10%か
ら5％に減少し、オムツのコストが削減できた。【考察】オムツの特徴や漏れを予防する当て
方のマニュアルを作成し、知識や技術を習得したことと、また漏れ状況に応じてオムツと
パッドのサイズや当て方を評価・修正し、計画に反映させて統一した援助を行うことで漏
れ予防に繋がったと考える。【結論】患者の特性に合ったオムツフィッティングの知識や技
術を習得することで、漏れが予防でき、患者にとって快適な日常生活に繋がる。また、個々
に応じた当て方に計画を評価・修正し、統一した援助により漏れの減少に繋がった。

P1-38-3
脳性麻痺患者における自然排便促進に向けての取り組み
加藤∙優果（かとう∙ゆうか）1、阿部∙奈緒子（あべ∙なおこ）1、川村∙麻紀子（かわむら∙まきこ）1、齋藤∙貴子（さいとう∙たかこ）2

1NHO あきた病院南2病棟、2NHO あきた病院診療部

【はじめに】重症心身障害児（者）は、慢性的な便性の不良を起こしやすいため、日常的な排
便管理が不可欠である。A氏はベッド上で過ごすことが多く、自然排便が困難で浣腸や下剤
を使用している。患者は浣腸施行時は大きな声を出し、手で払いのける等の動作もみられる。
A氏の便秘の原因をアセスメントし、A氏に合った日常的な看護ケアを行うことで自然排便
を促すことができたことを報告する。【目的】日中の活動量の増加が自然排便に繋がるか検
討し、浣腸実施の回数を減らすことで、自然排便を促進させ、浣腸の常用や浣腸に伴う苦
痛を減らす。【方法】毎日、歩行運動を実施。日中は車椅子乗車やベッド上で座位になる時
間を増やす。また、下剤や浣腸量を見直し苦痛が無く自然排便ができるようにする。【倫理
的配慮】研究（ケーススタディ）で使用した情報について個人が特定されないよう留意し研究
終了後に破棄する。院内で承認を得た。【結果】歩行運動を開始した当初は、座り込む様子
や歩行運動に対して抵抗がみられていた。しかし毎日同じ時間と場所で行うことで、自身
で歩こうとする仕草がみられ習慣化された。また、自然排便が続き浣腸の実施回数が減り、
下剤を減量できた。【考察】ベッド上で過ごす時間が多いことに気づき、他動的に運動を取
り入れたことで、腸の蠕動運動が活発になり便秘改善に繋がった。さらに、自然排便が増
えたことで浣腸を実施する回数が減り苦痛の軽減につながった。

P1-38-2
重症心身障がい児（者）への陰部洗浄方法の検討～微温湯・沐浴剤・泡ボディ
ソープの比較～
野村∙優里（のむら∙ゆり）

NHO 兵庫あおの病院重症心身障害児（者）科

【はじめに】A病院の重症心身障がい児（者）（以下、重心児（者）とする）病棟は、全患者が
終日オムツを着用しているため、皮膚トラブルが発生しやすい。そこで皮膚トラブル予防・
改善を目的に洗浄剤別による効果や適応を明らかにするため研究に取り組んだ。【倫理的配
慮】患者家族に文章で説明し同意を得た。【対象者】無作為に抽出し同意が得られた重心児

（者）9名。微温湯（a氏b氏c氏）、沐浴剤（d氏e氏f氏）、泡ボディソープ（g氏h氏i氏）の
3群に分けた。【方法】3群の患者に対して1日1回陰部洗浄を14日間実施した。毎日皮膚
の状態をEASIスコアで、紅斑、浮腫、丘疹、苔癬化、表皮剥離を各0-3点で評価した。【結果】
3群共に紅斑のみ変動があった。紅斑の平均点は、微温等群：0.3、沐浴群：0.8、泡ボディソー
プ群：0.5であった。患者別は微温湯群のa氏と沐浴群のf氏に紅斑が認められ、微温湯群
のb氏c氏と沐浴群のd氏は紅斑を認めなかった。紅斑は、各群に差はなく個人差がみられ
た。泡ボディソープ群は、3名共に紅斑を認めた。14日間を通して、その他の皮膚の状態
に変化は認められなかった。【考察】微温湯群と沐浴群では、個人差があり、おむつ内の湿
潤環境が影響したと考えられる。泡ボディーソープについて城市らは、「長期安静臥床患者
において、石鹸と沐浴剤の効果は明らかな差異はない」と述べている。しかし、重心児（者）
は拘縮や変形により下肢の可動が制限され、泡の洗い残しが考えられた。【まとめ】3群の効
果に差はなかった。洗浄方法は、変形拘縮や皮膚状態等患者の状態に合わせた選択が重要
である。

P1-38-1
重症心身障害児（者）の吸入療法に有効な姿勢と換気の関係性に関する文献
検討
人見∙啓介（ひとみ∙けいすけ）、小田切∙俊太（おだぎり∙しゅんた）、中島∙由紀恵（なかじま∙ゆきえ）

NHO 甲府病院重症心身障害児病棟

【はじめに】吸入療法では薬液を患部まで到達させることが望ましいが、重症心身障害児（者）
は胸郭運動機能障害をはじめ、様々な要因で換気機能に障害を抱えている。姿勢保持の意
義として、上気道狭窄の軽減や胸郭運動の効率化、換気血流比の改善があり、適切な姿勢
により換気機能が改善することが明らかになっている。当院では去痰剤吸入の際に体位ド
レナージを併用することはあるが、換気の改善を考慮した体位で効果的な吸入療法が実践
出来ているのか疑問に感じていた。【目的】重症心身障害児（者）の姿勢保持と換気に関す
る過去の事例報告から、重症心身障害児（者）の病態や特性を考慮した吸入療法の体位につ
いて考察する。【研究方法】医学中央雑誌Web版、メディカルオンラインを用いて検索し、
1987年から2022年までに掲載された374件の文献より、 研究目的に合致すると確認した
16事例を研究対象とした。【結果】16事例は2トピック（姿勢保持と換気12事例 、筋緊張
緩和4事例）に分類された。【考察】重症心身障害児の換気改善には大きく1）筋緊張緩和に
対する姿勢、2）閉塞性換気障害に対する姿勢、3）拘束性換気障害（脊柱側弯症）に対する
姿勢があり、側臥位や腹臥位、ファーラー位が有効であるとされた。薬剤沈着の視点では、
患部を上にし、患部の肺気量を上昇させる体位が望ましいと考えられる。しかし沈着した
薬剤の吸収における重力や血流分布の影響も考慮する必要があるため、この複雑な過程に
姿勢がどの程度影響を及ぼすのかは、本研究で結論付けるのは困難であった。今後実験に
よる検討が必要である。
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P1-38-8
【演題】重症心身障がい者への温罨法による排便援助の検討

井上∙和亮（いのうえ∙かずあき）

NHO 兵庫あおの病院看護部西3病棟

【はじめに】重症心身障がい者（以下、重心患者）は弛緩性便秘と直腸性便秘を発症しやすい。
患者はセルフマネジメントが困難であり、緩下剤や浣腸の使用、摘便が必要となるが患者
は苦痛を伴う場合が多く、羞恥心を伴う。温罨法により自然排泄を促すことで緩下剤、浣
腸の使用や摘便回数が減少し、苦痛の軽減や羞恥心への配慮を行えると考え、研究に取り
組んだ。【目的】重心患者に対して排便援助として、温罨法により自然排便を促す。【倫理的
配慮】本研究はA病院の倫理審査委員会の承認を得た。【方法】発語や頷き、表情で意思疎通
が可能な患者のうち、一日排便がなければ二日目に浣腸実施指示があるA氏、B氏を対象に
温罨法を1週間実施。データ収集方法として排便量、排便回数、便の性状、腹部状態につい
て、非温罨法時1週間、温罨法時1週間のデータを記録。便の性状はブリストルスケールを
用いて評価。A氏、B氏とも経管栄養食であり、研究期間中は内容や注入速度・量に変更は
なかった。【結果・考察】温罨法によりA氏の腸蠕動音は亢進し、排便回数は増加した。しか
しB氏は慢性便秘症であり、排便状況は改善しなかった。この結果より、重心患者に温罨法
だけでは効果が少ない可能性が考えられ、腹部マッサージや離床での身体活動量増加を合
わせて実施する必要があると考えられた。【結論】重心患者の状態や個別性に合わせた看護
が必要であり、温罨法や腹部マッサージ、離床を行い、自然排便を促す必要があると考える。
そのうえで排便がない場合に浣腸や摘便を選択することで羞恥心や苦痛を最小限にできる
と考える。羞恥心や苦痛緩和のために今後も個別性を考えて取り組んでいきたい。

P1-38-7
重症心身障害児（者）の便秘改善への取り組み　～早朝の水分摂取を試みて～
山尾∙由花（やまお∙ゆか）、中尾∙弘子（なかお∙ひろこ）、鳥羽∙紗綾（とば∙さあや）、小田原∙誠人（おだわら∙まこと）、
竹内∙菜緒子（たけうち∙なおこ）、横田∙幸平（よこた∙こうへい）

NHO 鳥取医療センター重症心身障害病棟

【はじめに】重症心身障害児（者）に高率に見られる症状（状況）として慢性便秘が挙げられ
る.当病棟では入院患者数49名のうち42名は毎日下剤を服用しており,さらに坐薬・浣腸
等の下剤を追加使用しながら排便コントロールを行っている.重症心身障害児（者）の便秘は
基礎疾患が特定できない「非症候性の便秘」と言われ,排便コントロールが難しい.【目的】早
朝の冷水摂取が自然排便を促したという一般病棟での先行研究があったため,重症心身障害
児（者）でその有効性を検討する.【研究期間】2023年6月～ 2023年9月【研究方法】重症心
身障害病棟に入院している慢性便秘症患者で一定日数以上排便が見られない時に坐薬・浣
腸を含む下剤を追加使用している患者のうち追加下剤の使用頻度が高く,経口摂取可能な患
者4名を対象に早朝の冷水摂取を行った.介入前後2か月間の自然排便の回数,追加下剤の回
数,ブリストルスケール値の変化を比較検討し有効性の検証を行った.【倫理的配慮】当院の
倫理審査委員会で承認を得た（受付番号05-12）.【結果・考察】対象者4名中,男性2名が自然
排便の回数が増加した.効果が出現した2名については,日中坐位で過ごし,病室内を自由に
いざり移動することから排便時の腹圧に影響している腹筋群の活動量が多いことが考えら
れる.効果が見られなかった女性2名については移動動作がないこと,内服薬や女性特有の
ホルモンの影響，男女での大腸の長さの差が関与していると考えられた.【結論】早朝の冷水
摂取は,重症心身障害児（者）においても自然排便を促し，追加下剤の使用頻度を減少させる
ことにつながった.

P1-38-6
嚥下反射惹起遅延が見られた重症心身障害者に対する嚥下訓練～口から食
べ続けるために～
淺野∙美佳（あさの∙みか）、堂口∙美友紀（どうぐち∙みゆき）、浅野∙真紀子（あさの∙まきこ）、杉岡∙見柚（すぎおか∙みゆ）

NHO 長良医療センター看護科

【はじめに】I氏50歳代女性は大島分類｢1｣に該当し、嚥下機能FOIS「5」で嚥下障害をきた
しながらも、全介助で経口摂取を続けてきた。しかし、数年前から口に食物を溜め込み嚥
下に至りにくく、疲労のためか食事に時間を要するようになった。今後も安全に経口摂取
を続けられることを目的に嚥下訓練を行い、効果が得られたので報告する。【方法】嚥下反
射を促す目的で、喉のアイスマッサージを取り入れた。食事介助に当たる誰もが取り組め
るように、マッサージ方法について説明した上、一目でわかるようにイラスト入りで方法
と効果・注意点を記したポスターをベッドサイドに掲示し、マッサージの実施は人員を確
保できる昼食時とした。46日間の食事時間の測定・記録を振り返り、その効果について検
証した。【倫理的配慮】研究の目的・方法について研究対象の家族の方に説明し同意を得た。

【結果】訓練前の食事時間は最長40分、平均で19.14分、訓練時は最長21分57秒、平均
14.8分と、4.34分短縮された。本人の思いは表出されないため不明であるが、スタッフか
らは「口に溜め込む時間が短くなった」「早く食べられるようになった」という声が聞かれた。

【考察】I氏は加齢に伴い末梢受容器の機能が低下し、嚥下反射が起こりにくくなっていた。
前口蓋弓から軟口蓋に刺激を加えることで、嚥下を誘発するための感受性を高め、嚥下機
能の改善につながった。【結論】嚥下反射が起こりにくくなった重症心身障害の患者に対し、
アイスマッサージと嚥下促通法を取り入れることで、食事時間の短縮、嚥下反射の起こり
にくさの改善、疲労感の軽減につながることが示唆された。

P1-38-5
自力体動困難な重症心身障害児（者）の褥瘡予防に対する患者個々のポジ
ショニングの統一に向けた取り組み
茅島∙純子（かやしま∙じゅんこ）

NHO 東佐賀病院看護部

はじめに　Α病院の重症心身障害児者（児）病棟の患者は、自らが苦痛や疼痛を訴えるのは
困難である。その為、同一体位による長期臥床による循環不全を起こしやすい。今回、理
学療法士と協働し、患者に合った安全、安楽なポジショニングに向けて取り組んだ結果を
報告する。【研究方法】1.研究方法；Α病棟　患者2名、看護師40名2.取り組み方法1）褥
瘡発生リスクの高い患者2名のポジショニングを理学療法士と協働し検討、写真をベッドサ
イドに提示2）ポジショニングを行い、1日1回写真撮影3）「できた日」「できていない日」
での評価を実施。また週に1回理学療法士と共に同様の評価を実施3.倫理的配慮この研究
は研究者所属の病院の倫理審査委員会の承認を得た。【結果・考察】ポジショニングができた
日はΑ氏79％、Β氏82％であった。理学療法士と協働したポジショニングの写真と注意点
を患者のベッドサイドに提示し、「できた日」が80.5％であった。写真と注意点を確認しな
がら体の向きやクッションの当て方を実施することで隙間なく除圧ができた。また、写真
と同じポジショニングになるよう話し合う場面が見られた。毎日、写真撮影を行うことで
ポジショニングを修正する行動が見られた。【結論】理学療法士と協働し、ポジショニング
の写真と注意点を掲示するだけで80.5％統一したポジショニングができ、意識の変化や技
術の向上に繋がった。今後も多職種との連携を図り、看護の質の向上に繋げていくことが
必要である。この取り組みから2年間経過した現在、褥瘡だけでなく骨折予防ポジショニン
グ、安楽な体位調整の写真も提示するようになった。
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P1-39-3
経験が浅い助産師が実践する乳房外来における乳腺炎予防の検討～外来受
診後乳腺炎が悪化した症例を通して～
竹橋∙りの（たけはし∙りの）

NHO 大阪医療センター産科

【はじめに】A病院では分娩件数減少により、助産師が実践を通して学ぶ機会が減少している。
その中で、乳房外来は問診からケアまで30分1枠として助産師一人で実施している。3年
目助産師がケアを行った症例を振り返ることで、他の助産師も含めた病棟全体としてでき
る乳腺炎予防の方法を検討する。【倫理的配慮】個人が特定できないように十分な配慮を行っ
た。発表にあたり所属施設の承認を得た。【事例紹介】20代後半、初産婦産後20日目に発
熱・乳房の発赤があると電話相談があり翌日の乳房外来予約取得【経過】乳房外来にて自宅
での授乳状況や症状悪化のきっかけなど情報収集を行いながら排乳ケアを実施。自己ケア
方法を指導。しかし、次回外来時、自宅で排乳ケアができず、発赤・硬結部位の拡大認め、
産科医師へ報告し、採血・乳汁培養採取、抗菌薬開始となった。翌日来院、支援者不足に
より自己ケアができず、炎症反応の上昇認めたため、入院により点滴加療・助産師の排乳
ケア実施。入院後、硬結部位の縮小を認めないため乳腺外科にて膿瘍形成認めないこと確認。
また、入院時に皮膚潰瘍発症確認、退院後の初回受診時に黒色壊死組織を認め、皮膚科へ
相談し、脂肪壊死変性と診断された。【考察】乳房外来では問診項目が定まっておらず、情
報収集が不十分な中でのケアとなっていた。産科医師や乳腺外科、皮膚科との連携のタイ
ミングが明確化されていないため、経験値により判断指標に差が生じている。【まとめ】問
診票を作成することで限られた時間の中で必要な項目を聴取し、医師との連携を含めた乳
房トラブル時のケアのフローチャート作成により、経歴に関わらず病棟全体で乳腺炎予防
ができる。

P1-39-2
神経難病患者との関りにおいて看護師が否定的感情を抱いた時の向き合い
方に関する実態調査
大林∙彩乃（おおばやし∙あやの）、高松∙里紗（たかまつ∙りさ）、馬目∙明子（まのめ∙あきこ）

NHO いわき病院脳神経内科

【目的】神経難病患者は身体機能障害や意思疎通が困難になることから、ケアを拒否する場
面もみられる。拒否された看護師は否定的感情を持つことが多いが、ケア転換の機会とも
なり得る。そこで神経難病患者に対し、否定的感情を生じた看護師の思考過程と行動変容
を明らかにする。【方法】研究デザインは因子探索研究。A病棟の神経難病病棟経験が1年以
上の看護師に半構造面接法を実施し否定的感情に対し、どのような感情体験をしたか、感
情を持った場面、肯定的感情になった場面、どう行動したかをインタビューをした。【結果】

「自分自身への非難」「患者への困惑」「相互理解の難しさ」の3つの概念を抽出した。自分
自身への非難では、拒否され落ち込みや悲しさ等を感じ、患者への困惑では拒否への落ち
込みを感じ、相互理解の難しさでは苛立ちや悲しさなどを感じていた。【考察】神経難病患
者はケアに対し強いこだわりを持つ。看護師はそれに上手く対応できず「自分自身への非
難」を感じることはケアにおいて多く経験している。「患者への困惑」は、時間をかけ、患者
を知る行動で解決されると考える。「相互理解の困難さ」は、双方の意思疎通困難な状況か
ら生じる。拒否は看護師を否定しているのではなくこだわりの一つで、個別性と捉え看護
に生かすことができると考える。看護師が肯定的感情になったのは、患者に受け入れられ、
信頼関係が築け、個別性の看護が提供できた評価と考える。【結論】1．「自分自身への非難」「患
者への困惑」「相互理解の困難さを感じる」の否定的感情が明らかになった。2．看護師は否
定的感情を持ったとしても、感情を自覚し患者を受け入れていく事が行動変容につながる。

P1-39-1
神経・筋難病病棟におけるデスカンファレンスの現状と課題　～看護師の
精神的負担軽減に着目して～
大木∙綾乃（おおき∙あやの）、吉良∙七海（きら∙ななみ）、池端∙みゆき（いけはた∙みゆき）、土肥∙雅子（どい∙まさこ）、
上條∙なつみ（かみじょう∙なつみ）、林∙瑤子（はやし∙ようこ）、天野∙めぐみ（あまの∙めぐみ）

NHO 医王病院看護部

【目的】神経・筋難病病棟における現状のデスカンファレンスが看護師の精神的負担軽減に
つながっているのかを明らかにし、今後のカンファレンスのあり方の指針とする。【対象】
A病棟（神経・筋難病混合病棟）に勤務する看護師・准看護師30名【方法】先行研究をもとに
研究者が作成したアンケート調査を実施し、具体的な理由やエピソードは自由記述欄を設
けた。【結果】アンケート回収率は100％。神経・筋難病病棟において患者の死を経験した
時に対象者の70％が精神的負担を感じており、デスカンファレンスへの参加により精神的
負担が軽減したのは63％であった。デスカンファレンスでは67％が発言できたと回答を得
た。カンファレンスの満足度について満足しているが55％、デスカンファレンスの目的を
知っているのは70％、カンファレンスの必要性については63％が今後も必要であると回答
し、開催方法が現状のままで良いと回答したのは67％であった。【考察】デスカンファレン
スでは自身の思いを語り、他スタッフの思いを聞くことで患者の死を共有することが可能
となる。その結果、自身の心を整理できることで精神的負担を軽減するための一助になっ
ていると考えられる。より効果的なデスカンファレンスを実施するためには、デスカンファ
レンスが患者への医療の質を上げるだけでなく、感情共有の場でもあることを周知し参加
の意義を見出していくことが必要である。また、思い出話や良い面以外にも、関わりの中
で大変だったことや辛かったこと、患者の死に対する悲嘆も率直に語ることができるよう
発言を促し、思いを共有しやすい雰囲気づくりをしていくことも必要である。

P1-38-9
重症心身障がい児（者）の入浴時の不快感軽減に向けた取り組み
中塚∙春奈（なかつか∙はるな）

NHO 兵庫あおの病院重症心身障がい児（者）病棟

【はじめに】A病棟では、意思疎通困難な患者に対し全介助で入浴を行っている。その中で、
脱衣後、濡れて冷たいストレッチャーに移乗した瞬間驚いた表情や、筋緊張が出現する患
者がいる。また、移乗時患者に不快感を与える事を前提とした「冷たいですよ」「ごめんな
さい」という声かけに倫理的な問題があると日々感じていた。その為、不快感軽減にむけて
取り組んだ。【目的】患者にとって安心・安全な入浴介助を実施する。【方法】濡れて冷たい
ストレッチャーに直接肌が当たる不快をなくすため、スライダーにバスタオルを巻きスト
レッチャーにバスタオルを敷いた状態で入浴する。【結果】直接ストレッチャーに肌が当た
らなくなったことにより、患者は穏やかな表情で筋緊張なくリラックスしてストレッチャー
に移乗できている。また移乗後にバスタオルを引き抜かずに入浴することで摩擦による皮
膚トラブルがなくなった。取り組み後のスタッフの反応として「不快感を与える前提の不安
をあおる声掛けがなくなった」「患者がリラックスして入浴出来ている」という声があがっ
た。【考察】自分の意思意見をうまく伝えられない患者に対し、患者の反応を見ながら快・
不快の反応を見極めることが重要である。そのため患者が安全に快適な生活をしていける
ようなケアを工夫し提供する必要がある。また当たり前のように行ってきた声掛けについ
て振り返る機会となり今までの声掛けに倫理的な問題があると共有する事ができた。【まと
め】1　ストレッチャーにバスタオルを敷いて入浴することで不快感を軽減し患者の安全・
安心な入浴介助につながった。2　声掛けに疑問を感じ振り返ることで倫理意識の向上につ
ながった。
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P1-39-7
インスリンボールを形成した患者の傾向について
其田∙祐理（そのだ∙ゆり）、村田∙亜紀（むらた∙あき）、奥下∙昌彦（おくした∙まさひこ）、西野∙友季子（にしの∙ゆきこ）、
上見∙夏芽（うわみ∙なつめ）

NHO 金沢医療センター内分泌代謝内科病棟

1．はじめに当病棟は，糖尿病教育入院の患者を受け入れており，血糖コントロール不良と
なり，再教育を必要とする患者が大半を占める．本研究では，インスリンボールが見られ
た患者に焦点を当て，インスリンボール形成に関する傾向を調べ，形成予防と早期発見に
繋げていくことを目的とした．2．対象2019年4月～ 2022年3月に当病棟に入院しイン
スリン自己注射をしている患者の中で， CT上でインスリンボールが認められた患者3．方
法対象患者のカルテから「入院時の年齢，性別，就業，同居者，キーパーソン，巧緻障害の
有無，視力障害の有無，糖尿病発症年齢，罹患期間，糖尿病型，インスリン導入年齢，イ
ンスリン使用期間，インスリンの種類，一日のインスリン使用回数，1日のインスリン単位
量，血糖値，HbA1c，BMI」の情報収集を行い，単純分析する4．結果考察血糖コントロー
ル不良の原因として，インスリンボールに注射をしている可能性があるため，注射部位の
ローテーションが出来ているか確認し，指導を徹底していく必要がある．高齢者はインス
リンボール形成のリスクが高いため，繰り返し分かりやすい指導が必要である．インスリ
ン使用期間が3年以上の患者はインスリンボール形成のリスクが高いため，インスリン手技
獲得後も定期的に手技を確認する必要がある．インスリンの1日単位量に明確な差は認めら
れなかったが，1日のインスリン使用回数が増加することで，インスリンボール形成のリス
クが高いことが分かった．視力障害，巧緻障害があることで正しくインスリン自己注射を
できていない可能性があるため，入院時スクリーニングし，補助具や注入デバイスの選択
検討することが必要であると考えられる． 

P1-39-6
勉強会の実施によるアルコール使用障害患者に対する看護師の陰性感情の
変化
黒木∙美佳（くろき∙みか）、御家∙茄奈美（おいえ∙かなみ）、坂田∙里美（さかた∙さとみ）、山田∙里香（やまだ∙りか）

NHO 熊本医療センター消化器内科

【目的】アルコール使用障害患者に対しては看護師からマイナスな発言が見られることが多
い。その原因として、看護師のアルコール使用障害患者への理解不足が考えられた。そこで、
アルコール使用障害患者についての勉強会を行うことで、看護師のアルコール使用障害患
者についての理解が深まり、看護師の陰性感情が変化するのではないか調査したいと考え
研究に取り組んだ。【方法】A病院B病棟に勤務している看護師32名のうち同意を得られた
経験年数の異なる8名にフォーカスグループインタビューを実施し、ICレコーダーで録音
し逐語録を作成。自己の感情や行動の変化を認知している発言を抽出し内容をコード化し、
類似の意味をまとめてカテゴリー化した。B病棟の看護師に勉強会を行いアンケートを実施。
アンケート結果から、看護師のアルコール使用障害患者に対する感情の変化について集計
した。【結果】8名の看護師が語ったアルコール使用障害患者に対して抱く感情については、

「患者と関わる中で感じた看護師の思いやイメージ」「看護の実際」「後輩への指導」の3個
の大カテゴリー、16個の中カテゴリー、29個の小カテゴリーで構成された。アルコール使
用障害患者についての勉強会開催により、「看護師のアルコール使用障害患者のイメージの
変化」「離脱症状が起こる前の観察ポイント、対応についての理解」で理解が深まった結果
が得られた。【結論】看護師がアルコール使用障害患者の抱える問題を理解し、受容する態
度で関わることが重要である。アルコール使用障害患者についての勉強会の開催は、病棟
スタッフのアルコール使用障害患者に対する理解が向上し、陰性感情の変化に繋がった。

P1-39-5
A病院の術後肺合併症予防に関する看護介入の現状～リスクアセスメント
能力の向上を目指して～
中野∙志保（なかの∙しほ）1、畑∙美咲（はた∙みさき）1、藤田∙今恵（ふじた∙いまえ）1、巖∙恵子（いわお∙けいこ）1、
鏡∙亮吾（かがみ∙りょうご）2、今西∙直子（いまにし∙なおこ）3

1NHO 姫路医療センター看護部、2NHO 姫路医療センター呼吸器内科、 
3NHO 姫路医療センター呼吸器外科

【背景】A病院では年間約350件の呼吸器外科の患者を受け入れており、中には術後肺合併
症のリスク因子である慢性呼吸器疾患を有する患者や高齢者もいる。そのため、看護師に
よる術前から術後のリスクアセスメントと看護介入が重要となる【目的】術後肺合併症予防
のための看護介入に関する現状調査を行い、術後肺合併症リスクアセスメント能力を向上
するための方法を検討する【方法】呼吸器外科病棟で働く看護師30名を対象に、術後肺合併
症予防に関する看護介入についてアンケート調査を実施した。アンケート回収率は100％　
期間：2024年1月から2024年3月。倫理的配慮：A病院の倫理審査委員会の承認を得た【結
果】調査の結果「排痰指導や排痰援助が必要だと考える」と回答したのは100％、「実際に排
痰指導や排痰援助を行っている」と回答したのは96％であった。排痰指導のタイミングと
して「術前に行っている」は35％で「術後に行っている」は58％であった。術後肺合併症リ
スクアセスメントに関して「どのうような情報を収集すればよいかわからない」「情報をど
のように活用すればよいか分からない」「リスクの評価が分からない」といった回答があっ
た【考察】術後肺合併症予防のための看護介入の意識付けや行動は出来ているが、その導入
時期や効果的な看護介入の方法に対し、情報の活用やリスク評価に困難を感じていること
がわかった。そのため、呼吸器内科医と呼吸器外科医の指導の下、術後肺合併症リスク評
価シートを作成し導入した。この評価シートを活用し、看護師の術後肺合併症予防のため
のアセスメントや看護介入の方法について教育を行うことで、リスクアセスメント能力の
向上に繋がると考える。

P1-39-4
当院の整形外科病棟における深部静脈血栓症予防の実態調査～認知機能低
下のある患者への関わり～
恩田∙凪果（おんだ∙なぎか）1、川上∙美和（かわかみ∙みわ）1、竹中∙しずえ（たけなか∙しずえ）1、大林∙真由美（おおばやし∙まゆみ）1、
豊島∙夕子（とよしま∙ゆうこ）1

1NHO 米子医療センター看護部、2NHO 米子医療センター看護部

【目的】看護師の深部静脈血栓症（以下、DVT）予防に対する課題を明らかにする【方法】令和
5年5月から令和6年3月の期間に看護師31名に対し独自に作成したDVT予防のアンケー
ト結果から比較・検討し課題を抽出する。看護師経験年数、整形外科経験年数ごとに比較
した。【倫理的配慮】米子医療センター倫理審査委員会の承認を得た。【結果、考察】アンケー
ト回収率は93％であった。看護師経験年数1 ～ 3年目は、観察と比較し運動療法や認知機
能低下に対する声かけやジェスチャーを交えた説明ができていた。看護師経験年数4 ～ 7
年目は、観察は不足していたが足趾足関節運動の実施率は100％で、予防行動の必要性を
理解し患者と関わることができていた。看護師経験年数8 ～ 11年目は、観察の視点が限
局していたが、認知機能低下の患者に対し自動運動を促していた。看護師経験年数12年目
以上は、観察もできており生活場面においても下肢の運動を促すように意図的に取り組ん
でいた。認知機能が低下している患者に対して、看護師の経験年数により関わり方に違い
があった。DVT予防として意図的に取り組んでいたのは、看護師経験年数12年目以上の
40％だった。経験年数があがるにつれてDVT予防が患者に即した関わりができていた。【結
論】1.看護師経験年数によって観察と予防ケアへの実践に差がみられた2.認知機能低下のあ
る患者への関わりでは、経験年数があがるにつれて患者に即した方法でDVT予防を実践し
ていた3.経験年数に応じた知識や予防ケアの充実を図ることが課題である
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P1-40-3
脊椎手術を受ける患者の手術後から退院までのADLと運動能力の変化に影
響を与える要因について
合田∙光那（ごうだ∙みな）、土居∙和美（どい∙かずみ）、宮本∙涼子（みやもと∙りょうこ）、多久∙夏美（たく∙なつみ）

NHO 岡山医療センター整形外科

【目的】脊椎手術を受ける患者の手術から退院までのADLと運動能力の変化に影響を与える
要因について明らかにする。【方法】脊椎手術を受ける65歳以上の歩行可能な患者に対して、
入院時と退院時にロコモ度テストを実施する。入院時、離床時、退院時にFIMスケール（移
動動作、移乗動作、トイレ動作）を用いてADLの評価をする。ロコモ度が上がった群、下がっ
た群、変わらなかった群にわけ、それぞれカイ二乗検定にかけ分析する。【結果】ロコモ度
が下がった群に対して、糖尿病の有無と喫煙の有無、入院時のロコモ度に有意差（p＜0.05）
がみられた。FIMスケールの結果から手術を受けることによって離床時にADLは一時的に
低下するが、退院時には入院時のADLまで回復している。【考察】3割の患者のロコモ度の
改善が明らかになり手術療法がロコモ度を改善する要因になっていると考える。糖尿病患
者は手術前から血糖コントロールを適切に行い、ロコモ度を改善する必要があると考える。
喫煙歴のある患者は骨粗鬆症であった可能性が高いため、禁煙を促すことでロコモ度の改
善に繋げることができると考える。入院時9割以上の患者がロコモであり、要介護リスク
が高まった状態で手術をすると手術後さらにロコモ度を低下させると考える。FIMスケー
ルの結果から手術後にADLは一時的に低下するが、疼痛コントロールや手術後のリハビリ
によって退院時には入院時のADLまで回復したと考える。【結論】脊椎手術を受ける患者の
ADLと運動能力に影響を与える要因は、糖尿病と喫煙、入院前のロコモ度であった。脊椎
手術を受ける患者は入院時、退院時ともに9割以上がロコモであり、要介護リスクが高い状
態のまま退院となっている。

P1-40-2
リハビリテーションスタッフと共同立案した離床メニューを実施して～回
復期リハビリテーション病棟における退院に向けた看護実践～
長田∙瑠衣子（ながた∙るいこ）、板倉∙彩（いたくら∙あや）、大元∙香奈江（おおもと∙かなえ）、野田∙祐梨（のだ∙ゆり）、
河野∙美穂子（こうの∙みほこ）、東∙豊（ひがし∙ゆたか）

NHO 浜田医療センター回復期リハビリテーション病棟

【目的】リハビリスタッフと共同立案した離床メニューを実施し、その効果を知る。
【方法】1．事例：自宅退院を目指す脳神経外科患者　50歳代　女性　2．リハビリスタッフ
と患者に合った離床メニューを作成する。3．毎週カンファレンスで離床メニューを評価・
修正する。4．独自で作成したアンケートを、患者・家族に回答してもらう。

【結果】患者は、終日病棟内歩行自立の許可があったが、不安があり退院後も車椅子での生
活を希望していた。夫は入院前同様の生活を送ってほしいと希望しており、目標にズレが
あった。そこで他職種と情報共有し自宅の状況を確認後、離床メニューを検討することと
した。患者は夜間の歩行に不安があったため車椅子でトイレへ移動していた。しかし、家
屋調査で手すりなどの改修工事を行えば、屋内での歩行に問題がないことを確認し、自宅
では車椅子を使用しない方針となった。家屋調査後、夜間のトイレ歩行自立を目標とし離
床メニューに追加した。退院時には終日病棟内杖歩行が自立できた。アンケートには、目
標設定を看護師と一緒に行えたこと、リハビリの様子を聞くことで退院に向けたイメージ
ができたと回答があった。

【考察】退院後の目標を把握し、リハビリスタッフと共同立案した離床メニューの実施によ
り、ADL拡大を図ることができた。患者自身も、ADLの拡大を実感すると共に自己効力感
が高まり、患者・家族は退院を意識した入院生活を送ることができたと考える。入棟時、
患者と家族の間で、退院後の生活目標にズレがあったが、家屋調査を行い退院に向けたゴー
ルを患者・家族と一緒に設定したことで、希望に沿った介入ができたと考える。

P1-40-1
脳神経外科入院患者における深部静脈血栓症予防を目的とした下肢運動の
介入の有効性
田中∙俊行（たなか∙としゆき）

NHO 南和歌山医療センター脳神経外科

【研究目的】2021年度、脳神経外科の下肢深部静脈血栓症（以下DVT）の診断数は39件
であった。脳神経外科患者は下肢麻痺を有する症例が多く、下肢の自動運動が困難であり
DVTを合併するリスクが高い。看護師による下肢運動の介入がDVT予防を目的として有効
であるか明らかにする。【研究期間】2022年10月1日~2023年9月30日【研究対象】脳卒
中による下肢麻痺（MMT2/5以下）のある患者と、頭部外傷による中等度意識障害（JCS2-10
以上）の患者（以下、DVT高リスク患者とする）。実施対象は下肢麻痺（MMT2/5以下）であ
り、MMT3/5以上は自動運動が可能と判断し実施対象外とする。男性30例、女性30例を
対象とする。【研究方法】足関節底背屈自動運動が困難な患者に対して、看護師による下肢
運動を1分間に15回を1セットとし1日4セット実施する。2022年度のDVT高リスク患
者の内、DVTの診断を受けた患者をA群（介入前）、2023年度のDVT高リスク患者の内、
DVTの診断を受けた患者をB群（介入後）とし、両群を直接確率計算で分析する。【研究結
果】A群26例に対し、DVT発症は8例（30％）認めた。B群60例（男性30例、女性30例）
に対し、DVT発症は10例（16％）認めた。介入前と比べ、介入後のDVT発生率は14％減
少した。【考察】下肢運動を介入することで、DVT発生率は減少できた。しかし、患者によっ
ては足関節の可動域制限等により、下肢運動が十分に実施できなかった可能性があるため、
DVT発症との直接的な因果関係は立証できなかった。【結論】足関節底背屈自動運動が困難
な患者に対し、下肢運動の介入はDVT予防に効果が見られた。また、足関節の可動域制限
等のある患者に対するDVT予防が今後の課題であった。

P1-39-8
TAVIを受ける患者・家族の看護に携わる病棟看護師のモチベーション変化
神野∙愛（かみの∙あい）、中村∙敬子（なかむら∙けいこ）、福島∙紫音（ふくしま∙しおん）、野中∙美里（のなか∙みさと）、
溝口∙隼（みぞぐち∙じゅん）、今吉∙弥生（いまよし∙やよい）

NHO 鹿児島医療センター看護部

【目的】患者・家族が経カテーテル的大動脈弁植込術（以下TAVI）に臨む目的や今後の人生
における希望を聞き取り、思いを多職種で共有することで看護師のモチベーションに変化
が見られるのかを明らかにする。【方法】対象：A病棟看護師23名、方法：西村らの開発し
た看護師のワーク・モチベーション測定尺度をもとに独自でアンケートを作成し、t検定を
用いて聞き取り前後のデータを分析した。倫理的配慮としてA病院倫理審査委員会の承認
を得た。【結果】アンケート回収率100％　質問17項目のうち『TAVI患者・家族の治療に
臨む目標や目的を多職種と共有できているか』『TAVI患者の医療・看護についてスタッフ
同士で話し合いをする時間を持つことができているか』を含む5項目において5%水準で有
意差が認められた。11項目で平均値が上昇したが、『認知機能低下やフレイル患者がTAVI
を行うことについてジレンマを感じているか』を含む5項目では低下し、特に5 ～ 10年目
の看護師がTAVI看護へのジレンマを抱えていた。【考察】TAVI患者へ聞き取りを行うこと
で看護の振り返りと共有ができ、患者・家族が抱く治療に対する前向きな思いや決意を知
り患者の人生観に触れることで、看護への関心が高まりモチベーションの向上につながっ
たと考える。一方で、患者・家族へ人生観や今後の希望の聞き取りを行ったことで看護介
入をする時間が増え、今まで以上に悩みやジレンマを強く感じるようになったのではない
かと考える。また、看護師経験年数による特性も影響していることが考えられた。【結論】
TAVIに臨む目的や今後の人生における希望を聞きとり、思いを多職種で共有することで看
護師のモチベーションに変化が見られた。
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P1-40-7
看護師による長期ステロイド投与患者に対する口腔評価　－OHATを用い
た調査－
後藤∙歩実（ごとう∙あゆみ）、太田∙秀美（おおた∙ひでみ）、中村∙きく江（なかむら∙きくえ）、秋田∙馨（あきた∙かおり）、
真柄∙香（まがら∙かおり）、長尾∙泉（ながお∙いずみ）、井関∙史子（いせき∙ふみこ）

NHO 東京病院看護部

【はじめに】閉塞性肺疾患やびまん性肺疾患などの呼吸器疾患ではステロイドを長期に使用
することがある。副作用の1つに口腔カンジダ症があるため、口腔内を注意して観察し、重
症化する前に早期に歯科と連携することが重要である。しかし、現状では口腔内の疼痛や
違和感などの自覚症状や多量の白苔付着に看護師が気づいてから歯科が介入することが多
い。当院では統一した口腔評価を行っておらず、看護師の経験や力量に任されているため、
ステロイド長期投与患者に対しOHATを用いて口腔評価を行うことが、口腔内感染の予防
につながる可能性を検討した。

【方法】2024年3月～ 4月に呼吸器内科病棟に入院中の長期ステロイド投与中の患者6名に
対し、看護師がOHATを用いて口腔評価を行った。

【結果】OHATによる結果、歯科受診が必要と判断されたのは4名であった。OHATでは「舌」
「口腔清掃」の項目が1点以上の例が多く、歯垢の付着や舌苔の肥厚が目立った。
【考察】ステロイドの長期投与により口腔内は易感染状態となる。また、歯垢や舌苔の増加
が見られたことから、口腔感染症状の観察とともにOHATで口腔評価を行い、口腔内環境
が悪化しないよう早期に歯科依頼し、口腔内感染予防や重症化防止に繋げることが重要と
考えた。

【まとめ】ステロイド長期投与患者には定期的にOHATを用いて口腔評価し、口腔内感染を
予防していく事が重要である。今後は評価のタイミングについて検討していきたい。

P1-40-6
口腔健康診断ツールを用いて誤嚥性肺炎の発症リスクの段階を明らかにす
るー第2報－
新渡∙礼子（あらど∙れいこ）1、平泉∙夏海（ひらいずみ∙なつみ）1、佐々木∙耕子（ささき∙こうこ）1、脇∙柊子（わき∙とうこ）1

1NHO 神奈川病院4病棟、2NHO 神奈川病院4病棟

高齢化が進む現代では、A病院B病棟に於いても脳血管疾患などの既往やADL低下の背景
を持つ患者が多く、誤嚥性肺炎での新規入院の患者、入院中に誤嚥性肺炎を発症してしま
う患者ともに多い傾向にある。そこで、本研究ではChalmersらが開発した口腔ケアアセ
スメントツールOHATの日本語版であるOHAT‐J（口腔健康診断ツール）を用いることで、

（OHAT-J）と誤嚥性肺炎の関係性をもとに、我々は口腔ケアによる予防に着目し、口腔内
環境のどこに誤嚥性肺炎を発症させる要因が多いのかを明らかにすることを研究目的とし、
2年にわたり継続して取り組んだ。誤嚥性肺炎で入院、または入院中に誤嚥性肺炎を発症
した患者15名の協力を得られた。今回の15事例は2 ～ 9点と合計点にばらつきがあった。
スコアが高くなることで誤嚥性肺炎のリスクが高まるとされているが、今回の15事例では
全患者が2項目以上に該当しており、スコアの高さに関わらず2項目以上該当する場合に誤
嚥性肺炎が発症するリスクが高いといえる。したがって2項目以上該当がある場合、その原
因を取り除くことが誤嚥性肺炎の予防に繋がると考えられる。昨年度の結果と共通して『舌』

『口腔清掃』の関連性が高いことが証明されたことから、研究目的の1つであるツール内の
どの項目で発症しているかが明らかになり、研究結果の妥当性を証明できたと考える。重
症化予防の観点からも、各項目に応じた対策を検討する必要性がある。今後はその対策や
院内での運用方法をより具体的なものにし、有効な看護ケアへと繋げるために当院のプロ
トコル作成を目標に活動を続けていく。

P1-40-5
看護師による誤嚥性肺炎患者に対する口腔評価　－OHATを用いた調査－
太田∙秀美（おおた∙ひでみ）、後藤∙歩実（ごとう∙あゆみ）、中村∙きく江（なかむら∙きくえ）、秋田∙馨（あきた∙かおり）、
真柄∙香（まがら∙かおり）、長尾∙泉（ながお∙いずみ）、井関∙史子（いせき∙ふみこ）

NHO 東京病院看護部

【はじめに】呼吸器疾患患者は一般的に高齢者が多い。高齢者の口腔内環境を整えることは
安全な食事摂取や誤嚥の予防につながる。呼吸器疾患の入院患者に対しては、化学療法中
や周術期の口腔管理で歯科介入が進められやすく、当院ではそれ以外の患者は看護師が口
腔管理の担い手となり、必要に応じて医師に歯科依頼を出すよう働きかけ、歯科と連携を
とっている。これまでは、誤嚥性肺炎での入院患者に対し、口腔内環境の悪化から看護師
による口腔ケアが困難となり歯科へ依頼する傾向にあった。そこで、誤嚥性肺炎患者に対
し歯科と早期に連携することを目的に、OHATを用いた口腔評価が有効か調査した。

【方法】2024年3月～ 4月に呼吸器内科病棟に入院した誤嚥性肺炎患者7名（平均年齢87
歳）に対し、看護師がOHATを用いて評価を行った。

【結果】OHATの評価の結果、歯科受診が必要と判断されたのは6名でいずれも禁食中であっ
た。OHATでは「口唇」「舌」「唾液」「口腔内清掃」の項目が1点以上に該当していた。

【考察】禁食中の誤嚥性肺炎患者では、口腔内の自浄作用が低下し、剥離上皮を含む汚染物
の付着が増加する。OHATで口腔評価を行い、口腔内環境が悪化しないよう早期に歯科依
頼し、口腔内汚染の増強防止や誤嚥性肺炎の再発防止に繋げることが重要と考えた。

【まとめ】誤嚥性肺炎患者、特に禁食中の患者には、入院時の平時な状態とその後の状況を
定期的にOHATを用いて口腔評価し、口腔内汚染を予防していく事が重要である。

P1-40-4
フルベストラント投与による硬結予防のための自動運動の有効性
近藤∙千恵（こんどう∙ちえ）1、岸田∙恵（きしだ∙めぐみ）2、橋田∙愛（はしだ∙あい）2、山本∙紗弥華（やまもと∙さやか）2、
村上∙幸栄（むらかみ∙さちえ）2

1NHO 四国がんセンター 6階東病棟、2NHO 四国がんセンター外来

キーワード：フルベストラント、筋肉注射、硬結、予防、自動運動
【目的】
フルベストラント投与による硬結予防に自動運動が有効であるかを明らかにする。

【方法】
2022年8月～ 2023年7月に治療を開始し、同意が得られた患者を対象とした。注射後仰
臥位で、下肢を45度を超えない範囲で外転させる自動運動を1分間実施した。データ収集
は、経時的な自覚症状を記載する自記式質問用紙と、看護師が注射と運動の実施状況を記
載する調査用紙を用いた。
A病院の、倫理審査委員会の承認を受け実施した。（管理番号　看2022-03）

【成績】
6名に介入し、硬結発生は3名、未発生は3名であった。硬結の有無と運動の実施の有無、
運動回数に相関はなかった。硬結面積の変化と運動にも有意な相関はなかった。硬結は最
長5か月で消失した。
運動は、運動習慣のない患者でも無理なく実施可能であった。注射手技の統一はしたが、
BMIの高い患者は注射部位の選定が困難なため、注射針の刺入深度が足りずに、硬結の発
生につながったと考えられる。硬結の長期化予防には有効であった可能性がある。

【結論】
自動運動が硬結予防に有効であるとは言い切れなかったが、長期化の予防には有効であっ
た可能性が示唆された。また、注射針の刺入深度を保つことは、硬結予防につながった。
BMIが高い患者には、適切な注射部位の選定が行えるよう、適正体重を保つなどの生活指
導の必要性もある。フルベストラント投与による硬結は高頻度に発生しており、患者の苦
痛や不安の軽減のためにも、硬結予防の介入について研究を継続する必要がある。
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P1-41-3
高松医療センター薬剤科における医薬品安全管理の徹底
寺山∙恵子（てらやま∙けいこ）、川田∙若菜（かわだ∙わかな）、福島∙智里（ふくしま∙ちさと）、西川∙友理（にしかわ∙ゆり）

NHO 高松医療センター薬剤科

【目的】当院では、2020年度より徐々に医薬品購入額が増加しており、2023年度には過剰
在庫、期限の逆転、期限切れが顕著となった。後発医薬品の供給不安定による在庫確保が
原因の一つだが、2023年度より院内在庫の在り方を見直し、安全管理の徹底を薬剤科スタッ
フ全員で取り組むこととした。【取組】慢性期・障害療養施設である当院は処方日数も長期
になるため、在庫日数90日で発注を繰り返していた。2023年度より30日とし、在庫確認
と発注を頻回に行った。各卸には流通状況の問合せを行いつつ、回答やアクションの遅い
メーカー、卸に対しては契約変更、他社後発品への切替を行い、入院患者の治療に影響が
出ないよう執り行った。併せて近隣の病院や調剤薬局の在庫管理に影響を及ぼさないよう、
不必要なプールは行わないこととした。医療用医薬品供給状況データベース（DSJP）を活用
し、期限逼迫医薬品、使用頻度の低い品目の削除検討を薬事委員会で提案した。薬剤科内
では意識付けにポスターを掲示し、スタッフへ注意喚起を行った。【結果】採用品目数の推
移：845→895→869→858→856。期限切れ医薬品廃棄金額は2023年度で薬価換算
1,031,889.7円。【考察】在庫日数の見直しにより、期限切れ医薬品の減額に繋ぐことがで
きたが、適正在庫量としては整理が不十分である。今後も出荷調整や限定出荷等、医薬品
の供給不安は継続するため、より柔軟に代替薬への切り替えていく必要がある。卸との情
報共有、医薬品供給状況のタイムリーな把握を行い、適正在庫管理に努めたい。

P1-41-2
一般名処方加算算定件数の増加へ向けた薬剤部の取り組み
井上∙愛望（いのうえ∙まなみ）、串田∙康弘（くしだ∙やすひろ）、小暮∙友毅（こぐれ∙ゆうき）、樫野∙勝幸（かしの∙かつゆき）

NHO 東広島医療センター薬剤部

【目的】国民医療費削減の手段の一つとして一般名処方が推奨されており、医療機関におい
て算定可能である一般名処方加算の点数が年々引き上げとなっている。当院では2018年3
月より、薬剤師が主体となって一般名処方加算の件数増加ための取り組みを継続して行っ
ている。現状の把握と今後の対策を行うために、取り組み開始直後の2018年と今年を比
較したのでその結果について報告する。【方法】保険薬局からの変更調剤連絡をもとに一般
名処方へ事後修正した。一般名処方マスタがない薬剤を集計しマスタを追加作成した。（1）
2018年3月～ 2019年2月（以下期間（1））、（2）2023年3月～ 2024年2月（以下期間（2））
の両期間において、院外処方箋発行件数（以下処方箋件数）、一般名処方加算1算定件数、
及び加算2算定件数（以下加算1，2件数）、事後修正件数、該当マスタが存在せず修正でき
なかった件数を調査した。【結果】処方箋件数は期間（1）で85,264件、期間（2）で69,424
件であった。加算1及び加算2の件数は期間（1）で16,427件、期間（2）で33,605件であり、
加算1の件数は期間（1）で1,087件、期間（2）で5,491件であった。事後修正件数は期間

（1）で2,397件、期間（2）で2,006件であり、該当マスタが存在せず修正できなかった件
数は期間（1）で265件、期間（2）で1,327件であった。【結論】処方箋件数が減少している中、
加算件数が増加している点、より点数の高い加算1の件数が増加している点は薬剤師の介入
による影響である可能性が高いと考えられた。該当マスタが存在せず修正できなかった件
数が5倍になっていることから、加算件数の更なる増加のためにマスタ整備が必要であると
考えられた。

P1-41-1
後発医薬品の切替えによる後発医薬品比率への影響
山田∙昌彦（やまだ∙まさひこ）、風間∙千春（かざま∙ちはる）、松本∙実樹（まつもと∙みき）、末永∙翔平（すえなが∙しょうへい）、
森下∙浩一郎（もりした∙こういちろう）、小金澤∙佑太（こがねざわ∙ゆうた）

NHO さいがた医療センター薬剤科

【背景】令和6年度診療報酬改定において後発医薬品使用体制加算1の診療点数が47点から
87点となり、非DPC病院のさいがた医療センター（以下、当院）においても後発医薬品の
使用促進への取組みが病院経営への貢献として求められている。【目的】今回、当院におけ
る後発医薬品の使用促進の取組みが後発医薬品の使用比率にどの程度影響を及ぼしたのか
を明らかにするため調査を行った。【方法】令和5年度の以下項目A：購入数量をベースとし
た後発医薬品比率、B：先発医薬品から後発医薬品へ切替えた各品目と購入数の合計、C：
切替えをしなかった想定の後発医薬品比率について調査した。【結果】A：後発医薬品比率が
97.5%、B：切替え品目数は13品目で購入数の合計が46,405、C：切替えをしなかった想
定の後発医薬品比率が92.3%であった。【考察】令和5年度の後発医薬品の使用促進の成果
として13品目の切り替えを行うことで後発医薬品比率の低下を約5.2%防ぐことができて
いた。特に寄与が大きかったのはビオフェルミン錠剤で全体の59.3%を占めており、次年
度以降への影響も大きく期待できることが判明した。ただし、切替え時ではこのような展
開になることは想定しておらず処方内容や処方医の変化がもたらした偶然の賜物と捉えて
いる。今回の調査より、購入数量の大きい品目を優先しつつ購入数量の多くない品目につ
いても後発医薬品への切替えをコツコツと積み重ねていくことが比率を維持していく上で
重要であると考えられた。今後は、後発医薬品の金額シェア65％以上とする新目標が掲げ
られことを踏まえ、金額ベースの数値にも着目していきたい。

P1-40-8
手指関節に拘縮がある患者に対するハンドロールの効果～吸湿効果のある
リネン素材を用いた手掌の湿潤環境改善に向けて～
小原∙美穂（こはら∙みほ）、樋口∙由貴（ひぐち∙ゆき）、武市∙愛子（たけいち∙あいこ）、福山∙千佳（ふくやま∙ちか）、
細川∙絵理香（ほそかわ∙えりか）、富樫∙和代（とみがし∙かずよ）

NHO 徳島病院看護部

【目的】手指関節に拘縮がある患者にリネン素材のハンドロールを用いて、手掌の湿潤環境
改善の効果を明らかにする。【方法】研究対象者は、拘縮の程度がMASでグレード2と3の
入院患者7名とした。リネン素材のハンドロールを作成し、ハンドロール使用前後に手掌の
肌水分度をモイスチャーチェッカーで入浴日と手浴日の前日に測定した。測定は、介入前1
週間と皮膚のターンオーバーを考慮し、介入後4週間とした。測定に際し、実施者を事前に
選定し、測定方法を練習した上で手順に沿って実施した。同時に体温、皮膚状態、肌水分
度と病室の室温、湿度を測定し、ハンドロールの使用前後で比較し有意差をみた。【倫理的
配慮】患者の家族に文書と口頭で説明し同意を得た。B施設の倫理審査委員会にて承認を得
た（承認番号35-04）。【結果】体温は6名に1℃以上の差はなく、室温も3℃以上の変化はな
かった。介入前と比較し介入後は全体で湿度が低い状態であった。介入前に測定した肌水
分度が、2回とも55％以上だったのは4名であったが、介入後に55％以上であったのは3
名で1回のみと減少がみられた。対応のあるt検定で分析した結果、介入前後の肌水分度は
P ＜0.037と有意差があった。【考察】体温や室温が肌水分度に与える影響は示されなかっ
た。湿度の影響は否定できず、手掌の肌水分度に影響を及ぼしている可能性も考えられた。
肌水分度では介入前後に有意差があり、拘縮の程度に関わらず肌水分度が低下していたと
いう結果から、リネンの特性である吸湿性と吸水性の効果が発揮されたと考える。【結論】
手指関節に拘縮がある患者へのリネン素材のハンドロール使用は、手掌内の湿潤環境改善
に効果があった。
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P1-41-7
全自動秤量散薬分包機導入による薬剤科業務への影響
竹川∙祐以（たけがわ∙ゆい）1、矢野∙涼子（やの∙りょうこ）1、伊藤∙朱里（いとう∙あかり）1、渡邉∙幸雄（わたなべ∙ゆきお）1、
長岡∙宏一（ながおか∙こういち）2

1NHO 医王病院薬剤科、2NHO 豊橋医療センター薬剤部

【目的】医王病院の入院患者は、神経筋難病、重症心身障害の患者が多く、入院調剤業務では、
散薬調剤が大部分を占める。薬剤師数の定員は5名で、2024年6月現在1名は育児休業を
取得している。調剤に要する時間を短縮し、病棟業務時間を増加させるために、全自動秤
量散薬分包機を2024年3月に導入した。今回、機器導入による薬剤科業務への影響を調査
した。【方法】調査期間は、導入前：2024年1 ～ 2月、導入後：2024年4 ～ 5月とした。
調査項目は、薬剤師による秤量数、機器による秤量数、鑑査者が発見した散薬関連の調剤
過誤件数と内容、調剤業務時間、薬剤管理指導件数とした。【結果】導入前の秤量数は2853
件であった。導入後の秤量数は3055件で、うち薬剤師による秤量は1566件、機器による
秤量は1489件であった。散薬関連の調剤過誤は、導入前は混入が9件、シール不良3件で
あった。導入後は混入6件、秤量忘れによる脱落が3件発生した。調剤業務合計時間（4名分）
は週90時間30分（導入前）から週84時間45分（導入後）となった。月平均の薬剤管理指導
件数は、導入前210.5件、導入後248.5件であった。【考察】機器導入により薬剤師による
秤量数を45.1％減少させることができた。結果として5時間45分の時間を捻出することが
でき、その時間を病棟・チーム医療業務に充てることで、薬剤管理指導件数の増加がみら
れた。調剤過誤は、混入を減らすことができたが、データ送信漏れによって、秤量忘れが
新たに発生した。今後も機器活用により、調剤時間の短縮を図り、外来・病棟で薬剤師の
職能を生かす業務を充実させていきたいと考える。

P1-41-6
錠剤自動仕分返納装置の導入とその有用性の検証
岡崎∙晴夏（おかざき∙はるか）1、川上∙智久（かわかみ∙ともひさ）1、中内∙崇夫（なかうち∙たかお）1、櫛田∙宏幸（くしだ∙ひろゆき）2、
村津∙圭治（むらつ∙けいじ）1、山下∙大輔（やました∙だいすけ）1、吉野∙宗宏（よしの∙むねひろ）1

1NHO 大阪医療センター薬剤部、2NHO 大阪南医療センター薬剤部

【緒言】大阪医療センターでは、一包化錠剤が返納された場合や分包間違いが生じた場合、
薬剤師が手作業で『ほどいて』錠剤を仕分けし、再利用してきた。再利用することで医療コ
スト削減に寄与している一方で、仕分けにかかる作業の負担や仕分け間違いが問題となる。
今回、作業負担軽減を目的に、錠剤自動仕分返納装置（Genie,TOSHO）を導入したため、
有用性について検証した。【方法】2023 年4月1日から2024年 3月31日の期間でGenie
による総仕分け錠数、総仕分け金額、正答率を調査した。【結果】総仕分け錠数は55159 錠、
総仕分け金額125万3673 円、正答率99.85%（誤認識82 錠）であった。カプセル剤や半
割錠剤およびGenieにマスタ登録されている薬品以外の薬品は仕分けできず、判定不可や
判定不明となる場合が多かった。【考察】Genie導入に伴い検証的に一包化錠剤（平均19種
類164錠）を6名の薬剤師で仕分けしたところ1人約24分かかった。調査期間内のGenie
による仕分け錠剤数は55159錠であり、薬剤師による業務時間に換算すると約135時間と
なることから、Genie導入は薬剤師の大きな作業負担軽減になったと考えられた。しかし、
僅かだが誤認識があったことや、判定不可や判定不明となった薬剤もみられた。Genieに
マスタ登録されている薬品以外の薬品は登録マスタの整備により改善できた。カプセル剤
や半割錠剤は登録された錠剤の画像と錠剤本体の目視確認が必要であった。登録マスタの
整備やカプセル剤や半割錠剤の仕分けには引き続き対策を講じる必要があると考えられた。

【結語】Genie導入は人的負担の軽減に寄与し、タスクシフトの観点からも有用であると考
えられる。

P1-41-5
一包化中止薬の処理作業に関する実態調査
末永∙翔平（すえなが∙しょうへい）、松本∙実樹（まつもと∙みき）、風間∙千春（かざま∙ちはる）、森下∙浩一郎（もりした∙こういちろう）、
小金澤∙佑太（こがねざわ∙ゆうた）、山田∙昌彦（やまだ∙まさひこ）

NHO さいがた医療センター薬剤科

【背景】医師の指示中止に伴い返納となった一包化薬（以下、一包化中止薬）を一律に廃棄す
ることは医薬品の安定供給が不確実な現状においては問題があり、さいがた医療センター

（以下、当院）では再使用のため慎重な返納処理を行っている。【目的】今回、一包化中止薬
の返納処理に関する実態を明らかにするため作業時間や返納薬の内訳、金額について調査
したので報告する。【方法】2023年4月から2024年3月の1年間に処理した一包化中止薬
の薬剤名と数量、金額（薬価換算）、処理作業に要した時間を調査した。なお、運用上1日
に処理する薬剤は10品目程度としている。【結果】一包化中止薬の返納処理をした薬剤数の
合計は月平均約3,500錠、処理した薬剤の金額は月平均約￥157,000であった。また、分
包バラシとその分別等の作業に要した薬剤助手の時間が平均58.5分/日、薬剤師1名が確
認に要した時間は、平均4,4分/日であった。【考察】一包化中止薬の処理作業について1日
当たり薬剤助手が約60分、2名の薬剤師のWチェック時間が合計10分以内で作業できて
いること、年換算で約150万円以上の医薬品購入費節減の効果が想定できることが判明し
た。確かに一包化中止薬の返納処理に伴う過誤防止のためのストレスは大きく医療安全の
観点からも自動錠剤仕分け装置の導入を最優先とすることが今の主流ではあるが、当院に
は装置の購入コストと設置スペースの確保に問題があり、早急な解決は難しい。当院にお
いては現状を継続しつつ病棟薬剤業務を通した処方薬や処方日数の適正化に関与すること
で一包化中止薬の発生を少しでも減らしていくことが重要と考える。

P1-41-4
閉鎖式薬物移送システムの使用拡大に伴う病院コスト負担の算出と費用削
減の検討
東∙敬太（あずま∙けいた）、小林∙美奈子（こばやし∙みなこ）、唐芳∙浩太（とうよし∙こうた）、猪俣∙結衣（いのまた∙ゆい）、
鈴木∙訓史（すずき∙のりふみ）、西村∙康人（にしむら∙やすひと）

NHO 仙台医療センター薬剤部

【目的】当院では、WHO国際がん研究機関の発がん性分類Group1、2A、2Bに分類される
薬剤に対して、閉鎖式薬物移送システム（CSTD）を用いた調製を行ってきたが、2024年3
月より使用頻度の高い薬剤8種（パクリタキセル、フルオロウラシル、イリノテカン、オキ
サリプラチン、ドセタキセル、オンコビン®、エピルビシン、アブラキサン®）を対象に拡大
した。職業性曝露を防ぐため、CSTDを使用することが強く推奨されている一方で、曝露対
策の充実はコスト面で導入の障壁となっている。今回、CSTD使用拡大に伴うコスト負担の
算出とCSTD使用量の削減を検討したため報告する。【方法】2023年4月1日から2024年
3月31日の1年間を対象期間とし、拡大した薬剤をCSTDで調製した場合の使用量と金額、
使用薬剤のバイアル数を集計した。また、CSTD使用量上位7薬剤は採用規格の変更を検討
し、CSTD使用金額のシミュレーションを比較した。【結果】CSTDを使用拡大した8種を含
めるとバイアルアダプタの使用量は約2倍となり、全ての器材を含めた材料費は約1700万
円増加する結果となった。また、CSTD使用量上位7薬剤の採用規格を見直し、バイアルア
ダプタの使用量削減を検討した結果、約500万円の費用削減が算出された。【考察】当院で
は全薬剤へのCSTD使用拡大に向け準備を進めており、コストの面から最適な規格の選定
を進めている。CSTD使用薬剤の拡大により、材料費のコスト増加は避けられない。採用規
格の見直しにより、バイアル数を減らすことでCSTD使用量削減に繋がると考える。CSTD
の使用により、全てのケア提供者の職業性曝露を防ぐことは勿論のことであるが、医療経
済の視点に立ち、病院経営にも貢献していきたい。
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P1-42-3
パーキンソン病患者9名に対してVRリハビリテーション医療機器
KAGURAを使用した結果報告
福田∙哲也（ふくた∙てつや）1、土居∙充（どい∙みつる）2、岸∙純子（きし∙じゅんこ）1、辻∙千尋（つじ∙ちひろ）1

1NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科、2NHO 鳥取医療センター脳神経内科

【はじめに】リハビリテーション目的で入院されたパーキンソン病（以下PD）の症例に対し
て，VRリハビリテーション医療機器（以下KAGURA）を取り入れたことにより，即時的か
つ持続的な姿勢の改善や身体機能，注意機能の改善を認めたためここに発表する．尚，本
報告は症例に説明の上，同意を得ている．【目的】KAGURAを用いたリハビリの評価結果
をまとめる．【方法】Hoehn＆Yahrの重症度分類2度から4度の症例9名に，KAGURAを
体調や動きに合わせて4週中に10回以上行った．介入前後において座位時の姿勢・STEF・
TMT・FRT・TUGの評価を行った．【結果】最も特筆すべき結果は即時的に座位姿勢が改善
し，それは翌日まで持続していたことである．またSTEF・TMT・FRTでは，いずれも有意
な改善を認めた．一方，TUGにおいては時間の短縮は図られたものの有意な改善は認めら
れなかった．【考察】KAGURAでは外部の情報を遮断したVR環境で固有感覚をたよりにリー
チ動作を行う．左右への体幹の重心移動を意識したリーチ動作を繰り返し行うことで，固
有感覚に対して再教育を図り，身体図式のずれを認知することで姿勢の改善が図られ，バ
ランス能力が改善したと考える．また，姿勢の修正が図られたことで肩甲骨の支持性と可
動性が拡大し，リーチ動作にも改善がみられ上肢機能の向上が図られたと考える．そして，
情報を制限して行うことで練習に集中して取り組むことができ，注意機能の向上が図られ
たと考える．今後はKAGURAを用いらなかったグループとの比較をまとめていきたい．

P1-42-2
TKAを施行したパーキンソン病患者の入浴動作を中心に介入した一症例
小森∙あい華（こもり∙あいか）1、内川∙誠（うちかわ∙まこと）1、北出∙美沙希（きたで∙みさき）1、玉木∙耕平（たまき∙こうへい）1、
田原∙将行（たはら∙まさゆき）2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科作業療法士、2NHO 宇多野病院リハビリテーション科医師

【はじめに】パーキンソン病（Parkinson’s disease,以下PD）患者の関節疼痛は代表的な非
運動症状で,病期を問わずPD患者を悩ます症状となり,PDに変形性膝関節症を併発すると
ADL低下することが指摘されている.PDなどの進行性疾患の作業療法は,病状や病態に応じ
た対応が求められ,H-Y重症度分類別に応じた生活指導や環境調整が必要と示唆され,「パー
キンソン病治療ガイドライン2018」では,作業療法には運動療法の他にも家族教育が推奨さ
れている.【症例紹介】経過5年のPD（H-Y重症度3,OHなし）患者で,右変形性膝関節症に対
して人工膝関節全置換術（Total Knee Arthroplasty,以下TKA）を施行された症例で,「家で
お風呂に入りたい」と退院後の生活を見据えた希望があった.作業療法では, 入浴動作練習・
指導,福祉用具の検討,他職種連携,家族指導を行ったので経過を報告する.【経過】TKA前よ
りPDの運動症状による異常姿勢の影響で,膝関節への過負荷があり疼痛や関節変形を助長
していた.合わせてTKA後は炎症症状もあり,動作の阻害因子となっていた.また,非運動症
状やレビー小体型認知症の影響で,新たな動作方法を学習することが不十分で浴槽を跨ぐ動
作方法が定着せず難渋した.退院後の生活を見据えて代償手段として福祉用具（バスボード）
導入を行い,入院中から病棟と連携して入浴動作練習を実施した.また,退院後に安全な方法
で入浴できるよう夫や介護支援専門員と入浴方法の情報共有を行い,退院時点では見守りで
入浴可能な動作能力を獲得することができた.【まとめ】PD由来の症状を含めて対象者の病
態を理解して作業療法を行い,対象者の要望を叶えるため,福祉用具の検討や他部門連携,家
族指導が重要と感じた.

P1-42-1
パーキンソン病の上肢機能と認知機能の相関について
山本∙圭人（やまもと∙よしひと）1、連川∙恵（つれかわ∙めぐみ）1、佐藤∙弘教（さとう∙ひろのり）1、野呂∙郁絵（のろ∙いくえ）1、
齊藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）1、平野∙白華（ひらの∙きよか）1、木村∙隆（きむら∙たかし）2

1NHO 旭川医療センターリハビリテーション科、2NHO 旭川医療センター脳神経内科

【はじめに】パーキンソン病（以下PD）患者は発症初期から認知機能障害を有することがあ
り、特徴として遂行機能障害や視空間認知障害がある。次に上肢機能障害の症状は固縮に
よる反復運動や巧緻機能低下、無動、上肢動作開始遅延や動作速度の低下などがある。現
在認知機能と上肢機能の関係に関する報告が少ないため検討した。【対象および方法】2024
年1月から2024年4月に当院へ入院したPD（男性8名、女性　8名、平均年齢71±9歳、
Hoehn-Yahr stage3.1±0.7）を対象とし、除外基準に上肢検査を測定できない整形疾患、
神経障害を呈する患者とした。評価項目として運動機能評価（STEF、握力、UPDRS3上肢
項目）と認知機能検査（HDS-R 、FAB、MoCa-J）それぞれの相関を調査した。統計解析に
はSpearmanの順位相関係数を用い、有意水準はp＜0.05とした。本研究は当院倫理委員
会の了承を得ており、介入時に書面で同意を得ている。【結果】STEFとMoCa-Jカットオ
フ26点未満（ρ=0.72）、MoCA-Jカットオフ26点未満とMoCa-J視空間認知（ρ=0.77）
で有意な強い相関が認められた。STEFとFAB総点（ρ=0.52）に有意な相関が認められた。
UPDRS3指タップとFAB総点（ρ=-0.38）で有意な弱い相関が認められた。【考察】前頭葉
機能障害による遂行機能低下や軽度認知機能障害、特に視空間認知機能低下に伴い上肢機
能低下する可能性が示唆された。リハビリテーション介入時は上肢機能と遂行機能や視空
間認知機能評価を同時に実施し、双方にアプローチすることで上肢機能、認知機能の改善
が期待される。本研究では症例数が少ないため、今後症例数を増やして更に調査する必要
がある。

P1-41-8
当院における全自動秤量散薬分包機の運用状況調査
波部∙彩乃（はべ∙あやの）、島本∙裕子（しまもと∙ゆうこ）、山西∙香織（やまにし∙かおり）、坂本∙麻衣（さかもと∙まい）、
今西∙嘉生里（いまにし∙かおり）、中野∙一也（なかの∙かずや）、中藏∙伊知郎（なかくら∙いちろう）、畝∙佳子（うね∙よしこ）

国立循環器病研究センター薬剤部

【背景・目的】当院では2022年12月に全自動秤量散薬分包機（Di-32､ 株式会社トーショー、
以下散薬ロボット）を導入し、搭載薬品数17品目で運用している。散薬ロボットは秤量か
ら分包まで全自動調剤を行うため、調剤時間の短縮・効率化が可能となる。今回、散薬ロ
ボット導入における業務改善効果の評価を目的として運用状況の調査を行った。【方法】30
分で薬剤管理指導料を1件算定すると仮定し、既存の分包機による調剤時間を薬剤管理指導
料に換算して評価した。2023年4月から2024年3月の期間における散薬調剤件数、薬品
名、秤量した重量、散薬ロボット使用件数をもとに、散薬ロボットと既存の分包機による
調剤時間を計測し、調剤にかかる時間を比較し検討した。既存の分包機による調剤時間つ
いては薬剤師6名（経験年数1 ～ 11年）による調剤時間の平均値を用いた。【結果】全散薬
調剤件数は37492件であり、21％で散薬ロボットが使用された。調剤件数が年間500件
以上の薬品のうち非搭載薬品は7品目あった。また、搭載薬品のうち散薬ロボット使用率は
59％であった。平均調剤時間は散薬ロボットが280秒、既存の分包機では201秒であった。
年間で440時間分が薬剤師の調剤時間として削減でき、薬剤管理指導料に換算すると年間
約321万円分に相当した。【考察】散薬ロボット使用率は21%と低い傾向にあり、使用率向
上には搭載薬品の見直しも有効であると考えられる。また、搭載薬品で散薬ロボット使用
率が59％にとどまった原因の一つとして、散薬ロボット使用の判断が各薬剤師に委ねられ
ていることが考えられた。【結語】今後は散薬ロボットの使用率を向上させ業務を効率化す
ることで、病院経営へ貢献していきたい。
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P1-42-7
肺気腫を呈し入退院を繰り返す一症例 
―面接式QOL評価の変化に着目した作業療法効果について―
米澤∙武人（よねざわ∙たけひと）1、河野∙泰之（こうの∙やすゆき）1、大浪∙徳明（おおなみ∙のりあき）1、
田畑∙知法（たばた∙とものり）2

1NHO 大分医療センターリハビリテーション科、2NHO 大分医療センター整形外科

【目的】
入退院を繰り返す肺気腫を呈した一症例から，入院期間中にQOLの特徴を検討することで
ある．

【症例提示】
80代女性，家族と同居，要支援2，在宅酸素療法導入済，ADL自立，症例は肺気腫を呈し
在宅で療養中であった．呼吸苦・意識障害出現し入院（X日）， X+3日よりリハ開始，基本
動作は介助を要した．尚，本症例には症例報告について書面にて説明し同意を得た．

【経過】
X+3日（a）離床開始，X+26日（b）歩行自立，X+79日作品作り開始，X+108日（c）自宅
退院
X+25 ヶ月再入院
X+25 ヶ月1日（d）離床開始，X+25 ヶ月2日作品作り開始，X+25 ヶ月4日（e）歩行自立，
X+25 ヶ月53日（f）自宅退院

【評価】
包括的QOL評価はSchedule for the Evaluation of Individual Quality of Life日本語版

（SEIQoL-DW），ならびにADL評価は機能的自立度評価法（FIM）を用いた．評価時期は
（a）（b）（c）及び（d）（e）（f）とした．QOLにおいて生活の重要な分野を言語化した5つ
のQUEは“作品作り，体調，家族，歩行，リハ”であった．評価スコア（a）50.4（b）66.2（c）
87.6（d）40.6（e）71.0（f）89.0となり，QOLの改善が認められた．特に生きがいとして
いる作品作りを早期から提供したことで2度目の入院時QOLが早期に改善が確認できた．
FIMにおいても運動項目スコアも同様の傾向がみられた．

【まとめ】
症例の思いを語る手段としてQOL評価を行い，繰り返す入院・治療に向き合うために趣味
活動を取り入れたところ，精神的不安の表出なく自宅退院につながった．入院期間が長く
なることが予想される患者の思いを表出できる手段として早期からQOL評価の必要性があ
ると思われる．

P1-42-6
呼吸器疾患患者において入浴動作の指導を行うことの重要性
宅本∙怜央（たくもと∙れお）、大江∙比楼美（おおえ∙ひろみ）、本田∙貴大（ほんだ∙ひろたか）、山本∙幸夫（やまもと∙ゆきお）、
山本∙誠（やまもと∙まこと）

NHO 姫路医療センターリハビリテーション科

【はじめに】肺気腫（PE）と間質性肺炎（IP）急性増悪によって経皮的酸素飽和度（SpO2）の低
下がみられる症例に対し,SpO2が低下しやすい入浴動作に着目し,日常生活動作（ADL）指
導を行った.酸素流量調整と動作指導により酸素需要が減少した症例を経験したため報告す
る. 

【症例】90歳代男性.7年前にPEとIPの診断を受け在宅酸素療法を導入し,入院前の酸素流量
は安静時,労作時共に2.5Lであった.今回,PEとIPの進行と増悪にて入院となった.

【作業療法評価】コミュニケーションは問題なく,ADL自立.安静時酸素1.5L,SpO2:93%.医
師からSpO2:90-93%キープを目標に酸素流量調整するよう指示があった.入浴初期評価で
は酸素4L下に清拭動作でSpO2:91%,修正ボルグスケール5であった.動作の特徴として,
素早い動作,前屈姿勢での洗体,立位での清拭,動作中の息こらえがみられた. 

【経過】入浴動作指導として,模擬動作と実際の場面を通して動作スピード調整を繰り返し練
習した.また,洗体・清拭動作時は座位で前屈みにならないよう行うことと,更衣・洗髪・洗
体動作時の息こらえを避けるために必ず呼吸は止めないようにすることを簡潔に記載した
資料も配布した.

【結果】前屈・立位姿勢を回避し,適切なスピードで動作を行うことにより呼吸苦は軽減し
た.また入浴時酸素流量は2L,清拭時SpO2:93%,修正ボルクスケール2と改善し,自宅退院
された． 

【考察】呼吸器疾患患者は入浴動作を行う上で清拭時にSpO2が低下しやすいと言われてお
り,呼吸器疾患患者のADL指導では適切な入浴動作指導を行うことが特に重要である.

P1-42-5
演題取り下げ

P1-42-4
中等症、重症パーキンソン病に対するリハビリテーションプログラムの検討
高橋∙寛人（たかはし∙ひろと）1、信太∙春人（しだ∙はると）1、佐藤∙暢彦（さとう∙のぶひこ）1、松浦∙美香（まつうら∙みか）1、
渡邉∙志保（わたなべ∙しほ）2、山上∙幸生（やまがみ∙ゆきお）1、八木橋∙清子（やぎはし∙せいこ）1、武田∙芳子（たけだ∙ふさこ）3、
阿部∙エリカ（あべ∙えりか）3、和田∙千鶴（わだ∙ちづ）4、豊島∙至（とよしま∙いたる）3

1NHO あきた病院リハビリテーション科、2NHO 福島病院リハビリテーション科、 
3NHO あきた病院脳神経内科、4NHO あきた病院副院長

我々は、これまで中等症～重症パーキンソン病（以下PD）のリハビリテーションプログラ
ムとしてTSPD-A（training strategy for PD-Advanced）を立案した。さらに幅広い症状
に対応できるよう、TSPD-AをA1、A2、A3、A4の4つに細分化し、それぞれのプログ
ラムを策定した。今回は、これまでの症例の種々の実施期間の比較により、長期効果と実
施スケジュールの課題について検討した。これまでA1を1名、A2を12名、A3を3名の
合計16名に実施した。3週間を1クールとし、主評価項目をMDS-UPDRS、副次評価項
目をROM、MMT、ADL、認知機能評価とした。A2症例のうち1名は、2019年3月から
2024年5月までの合計9回のリハビリ目的の入院時に断続的に実施し、もう1名は6か月
間継続実施した。その他の症例は短期間での実施となった。断続的に実施した症例は、9回
の実施を通してMDS-UPDRSのスコアは維持の範囲内であったが、経過のなかでパーキン
ソン病治療薬の調整も行われた。6か月間継続実施した症例も同様にMDS-UPDRSのスコ
アは維持されていた。そのほか短期的に実施した症例は、プログラムの実施前後で、各評
価項目に変化は無かった。プログラムを短期間実施した症例だけでなく、6か月間継続実施
した症例や断続的に実施した症例のMDS-UPDRSも維持されていたことから、長期的な実
施効果が示唆された。課題として、断続的に実施した症例は評価中に服薬調整もしていた
ため、プログラム実施のみの効果であると判断できないことが挙げられた。今後は症状が
安定しており、服薬調整の予定がない入院患者に対して本プログラムを継続実施し、症例
数を増やすことで、長期的な継続効果について検討していきたい。
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P1-43-3
NHOの事務職採用はこのままでいいのか
井本∙賢弘（いもと∙たかひろ）

NHO 山口宇部医療センター事務部企画課契約係

有効求人倍率が平均1倍を超えている現代では、ごく一部の人気企業を除き、会社が就活生
を選択するのではなく就活生が会社を選択する時代となっている。国立病院機構の事務職
においても例外でなく応募数が年々減少している。応募数減少の原因は、現状の募集方法
と現代社会の若年層の就職活動の手法がマッチしていないのが原因と考える。調査方法は、
中国四国グループ内の入職から日が浅い若年層の事務職員に対して取材を行い、就職活動
における情報収集の方法、使用したツールや取り組み方などについて聞き取りを行う。若
年層が何を考え、どのような手段で就職活動を行っているのか分析し、効果的な求人方法
を模索する。

P1-43-2
医事課係員対象の院内勉強会の実施とその効果の検証
宮本∙将志（みやもと∙まさし）

NHO 静岡医療センター事務部企画課経営企画室

【目的】当院においては窓口算定やレセプトなどの診療報酬請求関係業務の多くは業務委託
している。そのため医事課係員は診療報酬請求などの仕組みを体系的に学ぶ機会が少なく、
業務実践の中だけではなかなか学びきれないように感じている。グループや本部主催の医
事分野の研修もあるが、病院機能に応じた個別項目まではなかなか網羅しきれず、各個人
の自己研鑽に委ねられているのが実情と感じている。係員が将来医事係長や医事専門職等
のポストに就いた際に診療報酬請求の仕組みなどのアウトラインをつかめていないままで、
業務をこなさなくてはならなくなるという状況を少しでも回避しなくてはならないと考え、
当方にて医事課係員対象に独自の勉強会の企画をした。

【方法】月1回程度、医事課の係員2名を対象に、診療報酬制度や医療関連法規などの医事
課職員として知っていてほしいテーマを当方で選定し、診療情報管理士1名の協力のもと、
講義形式で勉強会を行った。

【成績】年度末に診療報酬制度、医療関連法規など勉強会で取り扱ったテーマを出題範囲と
した試験（20問）を実施し、受講者2名の正答数は平均7割以上（平均14.5問）となった。

【結論】年度末に実施した試験の正答数から、1年間勉強会で取り扱ったテーマに関しては一
定程度の知識の定着及び理解の深まりを得ることが出来たと考えている。今後も当該取り
組みが事務部全体にまで拡大し、個々人の努力にゆだねるだけでなく事務職員全体で協力
して学ぶ環境が構築されるよう今後も働きかけていきたい。

P1-43-1
若手事務職員の経営参画意識を高めるPFC作成の取り組み
河∙美玉（かわ∙みお）、榎原∙由佳（えばら∙ゆか）、深野∙静花（ふかの∙しずか）、西山∙茅人（にしやま∙かやと）、
山本∙雄大（やまもと∙ゆうた）、澤田∙真也（さわだ∙しんや）

NHO 埼玉病院企画課医事室

【背景】昨年の埼玉病院事務部の年度目標の一つで全職員が経営について参画意識を持てる
仕組みを考え実践することが挙げられていた。【目的】若手事務職から経営参画をするため、
現状を把握し意識向上をはかることを目的とした。【方法】毎月開催する事務部の係長会議
で、若手事務職の教育の一環で、係員研修会を開催することとした。係員を数グループに
分け、係長が各グループにファシリテーターとして参加し、グループで経営参画の方法を
検討する。1年取り組みを行った後、結果報告を行うこととした。所属したグループでは、
自部署の業務を可視化し、業務の把握・遂行する事が係員で出来る最初の経営参画の一つ
ということもあり、業務の可視化のため、PFC及び手順書（以下PFC等）を作成することが
最善であるという意見でまとまり、PFC等の作成をすることとなった。PFC等を作成する
ため、まず院内で毎年1回開催されるPFC勉強会へ参加する。その後、各業務のPFC等を
作成し、ファシリテーターが確認を行う。確認後、作成したPFC等を用いて、業務を行う
こととした。【結果】各自の業務のPFC等を作成し、業務を実施した。【考察】PFCは自部署
の業務だけでなく、業務に関係する他者や他部署の動きも可視化ができる。そのため、自
部署でも業務の理解が進み、急な欠員でも対応可能となった。係員研修会後も関係する業
務のPFC等の作成に励んでおり、PFC等を活用した業務の定着化が進んでいる。病院全体
で業務の可視化が出来れば、誤認なく正確な業務遂行に繋がり、更には業務の効率化から
残業削減や働き方改革にも繋がり、若手事務職員の経営参画意識の向上に効果があった。
今後も継続性のある取り組みにしたい。

P1-42-8
Covid-19 後遺症患者に適切な運動負荷を設定して ADL 改善がみられた
一症例
斉藤∙博人（さいとう∙ひろと）、中津川∙泰生（なかつがわ∙たいせい）

NHO 栃木医療センターリハビリテーション科

【はじめに】Covid ‐ 19 罹患後,強い倦怠感や脳に靄がかかる症状（以下 Brain Fog）等の後
遺症が長期継続する Long Covid は,日常生活に支障を及ぼすと言われている.身体的に疲
労すると増悪する性質はpost exertional malaise と呼ばれ,運動療法や日常生活動作にお
ける明確な負荷量設定の指標がなく，個別性に合わせた介入が必要とされている.今回,Borg 
scale（以下 BS）を用いて個別性に合わせた負荷量設定を実施した結果，洗濯や買い物など 
ADL が改善した症例を経験したため報告する. 【症例・経過】検品や運搬を主とした工場勤務
をしていた 30 代男性.X-4年,Covid-19 感染,自宅退院後は時短復職するもBrain Fog に
より休職を余儀なくされた.X-3年,Long Covid の影響にて長期休職,自宅生活において体幹
動揺強く伝い歩きレベル,疲労感より一日中寝ていることが多くなり,X-1年外来作業療法開
始となった. 【方法】BS（10-13）に合わせた運動療法,ADL・IADL の設定,自主的課題を個別
性に合わせて 40 分/月 1 回,1 年継続して実施した. 【結果】初回評価と最終評価では,屋外
歩行自立,洗濯や掃除,買い物が可能となり,倦怠感調査票平均は 8.6 から 8.3 点,生活支障
は 9.8 点から 8.8 点,Apathy Scale は 36 点から 26 点となった. 【考察】佐々木（2023）
は運動負荷に自己フィードバックを用いるのは有用としている.本症例は,BS を用いて負荷
量設定に留意しながら疲労度を加味し介入を行った.行動範囲の調節を行ったことで疲労
感の自己フィードバックが行え,個別性に合わせたプログラム実施に繋がり ADL の改善に
至ったと考えられた. 
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P1-43-7
一般職員の所属部署配置換時における心身の負担軽減への取り組み
宮崎∙碧（みやざき∙みどり）、船津∙良太（ふなつ∙りょうた）、宮田∙仁（みやた∙じん）、久保田∙彩希（くぼた∙さき）、
北御門∙裕美子（きたみかど∙ゆみこ）、須股∙豊智（すまた∙とよのり）、亀之園∙照彦（かめのその∙てるひこ）、
平田∙喜之（ひらた∙よしゆき）、大森∙常永（おおもり∙つねなが）

NHO 九州がんセンター事務部企画課

【背景】事務部門の職員は総合職であるため、業務は多岐にわたる。病院経営のゼネラリス
トとなるため幅広い知識が必要なことから、業務を広く経験することを目的として一般職
員の間に配置換が行われる。その際、未経験の業務であっても前任者から受ける引継期間
は短いことが多く、実務を通して業務を理解している現状である。このことから配置換に
ネガティブな印象があるのではないかと考察し、他部署の業務を知り、実際の業務に触れ
る機会の創出が必要だと考えた。【方法】一般職員を対象に、現在の配属部署の業務内容を
別部署の一般職員へ互いに教え合う勉強会の開催及び、互いの部署へ出向き仕事の進め方
のイメージを得るための部署受入を行った。また、活動の前後でアンケートを実施し、配
置換に対する印象の変化や他部署の業務の理解度を図った。【結果】前後に実施したアンケー
トの結果を比較すると他部署の業務への理解度や関心度が上がった傾向があった。また、
自分の業務と他部署の業務のつながりを理解できたといった肯定的な意見が多くあった。
一方、配置換への不安は軽減されたが、完全に払拭されたわけではないという否定的な意
見もあった。【まとめ】勉強会では他部署の業務の知識を得ることができ、その知識をベー
スとして部署受入を実施することで、実際の業務に触れ、仕事の進め方の具体的イメージ
を得ることができた。活動を通して、業務を線で見る意識を持ちつながりや関連を理解す
ることで、配置換への不安の低減だけでなく、知見が広がった。今後の課題として、配置
換に対する不安を持っている職員がいることが判明したため、今回のような活動を継続的
に行う必要がある。

P1-43-6
病院の広報活動を通したWEB会議システムの活用について～ “できるこ
と”を広げよう～
中嶋∙直人（なかじま∙なおと）

NHO さいがた医療センター管理課

コロナ禍を経てWEB会議システムの活用があたりまえとなる中、病院における同システム
の活用方法として、病院主催の研修会や講演等の開催実例を報告するものである。
当院では、病院の広報活動および地域や病院間の連携強化のため、定期的に研修会・講演
等を開催しており、その開催方法として、オンラインのみ、または現地会場と複合したハ
イブリッドにより実施している。
その運営について、WEB会議システムと音響機器の操作およびセッティングを事務職員が
担うことが多いことから、実際の運営方法、問題となった点や改善点を示すものである。
冒頭に述べたとおり、WEB会議システムを活用した研修等はあたりまえに行われている昨
今、研修受講のような受動的な使用だけでなく、運営側として主体的に使用できる体制づ
くりを確立しておくことは、病院の広報活動の手法として“できること”が増えるというこ
とである。
当院が開催する講演等でWEB会議システムを活用する際には、事務職員が複数人関わるこ
ととしており、特に携わる機会の少ない若手の係員にも担当してもらうことで、経験豊富
な担当者の人事異動があったとしても講演等の運営に支障がないようにするとともに、他
病院でも同様の活動ができるよう、事務職員のスキルアップにも繋がるものと考えている。
業務の方法ややるべきことが日々変化していく中、事務職員の“できること”を増やすこと
は国立病院機構の継続的な運営に必要な人材育成に繋がることになると期待している。

P1-43-5
児童指導員の人材育成のための取り組み
野田∙大倫（のだ∙ひろみち）1、大森∙勇太（おおもり∙ゆうた）1、鈴木∙司（すずき∙つかさ）2

1NHO あきた病院療育指導室、2NHO 宮城病院療育指導室

【背景】国立病院機構での児童指導員の配置は各病棟1名の配置というケースがほとんどで
ある。そのため、新人・若手職員の育成を行う際、看護のプリセプター制度のように付きっ
切りでの指導・教育を行うことが大変難しい職種である。また、全国共通の児童指導員の
教育プログラム等が存在していない現状があり、例えば同じ経験年数の児童指導員でも療
育指導室の状況や指導方法によって、経験内容や学習度合いに大きく影響がでてしまう環
境にある。【目的】当院独自の児童指導員キャリアパスを作成し、新人・若手職員のメンター
として教育や精神面のサポートを行う。【方法】当院独自の児童指導員キャリアパスの内容
の検討、作成を行った。それをもとに新人・若手職員と業務の現状確認や振り返り等を行っ
た。【結果】児童指導員キャリアパスを活用し、助言・指導を行ったことで新人・若手職員
の学習状況や困っていること等が視覚化された。それにより、改善方法や次の目標へのア
ドバイスが行いやすくなった。また、新人・若手職員は新人・若手なりの不安や悩みがあ
ることを理解し、それらを十分に傾聴しながら助言・指導を行ったことで信頼関係を築く
ことができ、コミュニケーションも取りやすくなった。【課題】1．新人・若手職員の経験年
数等に合わせた育成方針や指導方法の検討、メンターの指導技術の向上が必要と考える。2．
児童指導員業務は病院の特色により求められる役割や業務内容が多少違ってくる場合もあ
る。他病院の児童指導員も活用していくことを想定すると、児童指導員キャリアパスの内
容等の更なる検討も必要である。

P1-43-4
個人の意識により広がる経営改善と人材育成　～ 効果の報告と共有～
大塚∙絢也（おおつか∙じゅんや）、木崎∙輝男（きざき∙てるお）、西ヶ谷∙良平（にしがや∙りょうへい）、苅田∙歩（かりた∙あゆむ）、
西川∙未来（にしかわ∙みく）

NHO 東埼玉病院事務部企画課

東埼玉病院はコロナ禍前から経常収支、医業収支ともに90％台を推移する厳しい経営が続
いていた。近年はコロナ補助金により一時的に経常収支が黒字となったものの、患者数の
減少等により依然として医業収支の改善を図ることが出来ず、経営は悪化の状況にある。
経営改善が急務の中、企画課職員によるコスト削減の取り組みが重要となっている。
当院では業務委託の経費削減・リサイクル業者の活用・再リースの選択・庁舎電力契約の
見直し等、職員一人一人が「前回契約と同様」ではなく、視点を変えた新しい提案を行うこ
とを促し、効果が期待できる内容は積極的に採用して、コスト削減として得られた成果を
契約審査委員会で報告する体制としている。
職員の取り組みを幹部職員へ報告し評価を受けることは各個人がより一層頑張る意欲に繋
がるものと考える。
また、自身の業務が正当に評価されていることや、身近で他者が評価を受けていることを
知ることは、「何か改善出来る事はないか」「自分も何かやってみよう」と相乗効果を生み、
どのように取り組むのか「上司に相談してみよう」、取り組んだ成果を「上司に報告してみよ
う」と、課内に風通しのよい環境を生むことも期待できる。各職員が経営改善を意識した提
案ができる環境を整え、その提案を課内でチームとして発展させていくことは、コミュニ
ケーションの観点からも有用であって、その結果が経営改善に繋がった場合はそれが成功
体験となり、そこに至るまでの過程は人材育成に繋がるものとも考える。
各個人の取り組みを拾い上げ評価していくことは、職員のモチベーションを上げ、やる気
を引き出すきっかけになるのではないでしょうか？
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P1-44-3
プラスミド性DHA-1型Enterobacter cloacae complexによる院内伝
播について
木原∙実香（きはら∙みか）1、田井∙静（たい∙しずか）1、若崎∙真衣子（わかざき∙まいこ）1、羽月∙香子（はづき∙かこ）1、
那須∙紬（なす∙つむぎ）1、上平∙朝子（うえひら∙あさこ）2、廣田∙和之（ひろた∙かずゆき）2、松村∙拓朗（まつむら∙たくろう）2、
坪倉∙美由紀（つぼくら∙みゆき）3、河原∙隆二（かわはら∙りゅうじ）4、河合∙健（かわい∙たけし）1、眞能∙正幸（まのう∙まさゆき）1

1NHO 大阪医療センター臨床検査科、2NHO 大阪医療センター感染症内科、 
3NHO 大阪医療センター看護部、4大阪健康安全基盤健康所微生物部

【はじめに】Enterobacter cloacae complexは染色体上にセファロスポリン系抗菌薬を分
解するAmpC βラクタマーゼを保有しているが、DHA-型βラクタマーゼはプラスミド性
であり、菌種を超えて広がる危険性がある。今回、パルスフィールドゲル電気泳動法（PFGE）
解析により関連性があるE. cloacae complexを9株認めたため調査を行った。【対象と方
法】2023年4月から2024年3月の間に当院でカルバペネム耐性腸内細菌目細菌と判定さ
れたE. cloacae complex21株について大阪健康安全基盤研究所へβラクタマーゼ遺伝子
の検出とPFGE解析を依頼した。【結果】カルバペネマーゼ産生性試験は21株陰性であった。
PFGE解析で9株に85 %以上の関連性が認められた。9株中7株はDHA-1型陽性であった。
関連性があった9例は、5病棟、5診療科にわたっており、同病棟歴、同病室歴、同診療科
歴のある患者は6例であった。【考察】同病棟歴、同病室歴、同診療科歴のある患者は、病
棟の環境や、職員の手指を介し伝播したと考えられた。他症例と疫学的なリンクのない症
例は、判明していない保菌症例や環境リザーバーが存在していた可能性が示唆された。今
回、プラスミド性のβラクタマーゼを保有しており、伝播リスクが高かったと考えられた。
2024年4月に外部施設によるラウンドを実施し、手指衛生の未遵守、環境整備の不徹底、
抗菌薬の不適正使用について指摘を受け、対策を実施している。臨床検査科では、シカジー
ニアス®AmpC遺伝子型検出キットの導入を行い解析の迅速化をはかっている。

P1-44-2
感染管理部門と施設管理者が協同して対応したトコジラミの一例
福元∙大介（ふくもと∙だいすけ）、丸山∙浩平（まるやま∙こうへい）、野々井∙学（ののい∙まなぶ）、関谷∙潔史（せきや∙きよし）

NHO 相模原病院医療安全管理部

A病院はアレルギー疾患の基幹医療施設であり、病床数458床の地域医療支援病院として
専門的な医療を提供する総合医療施設である。市民72万人、近隣の市など二次救急医療機
関としての重要な使命も担っている。今回、諸外国や日本でも全国的に生息し、トコジラ
ミ刺症といわれるアレルギー症状も発生する可能性もあるトコジラミ持ち込み事例があっ
た。A病院に予定にて入院する生活保護受給中の60歳代男性。定期的にA病院に通院して
いたが、その時点ではトコジラミについては把握されていなかった。入院当日、入院受付
等を行い、入院病棟、入院病室へ。その時点まで、患者本人からの申告はなかった。入院
後、持参薬袋内と患者がいるベッド上から虫が数匹確認され、皮膚科医の診察により、ト
コジラミと断定。本人に確認すると本人もトコジラミについては認識しており、自宅につ
いても専門の業者が駆除に入っているが、駆除できていないと話された。他の患者への影
響を鑑み、当該患者は治療に緊急性はなかったため、翌日一旦退院となった。施設管理者
と感染管理部門が協同し、その後の対応にあたった。一般的にトコジラミは一般の殺虫剤
に耐性があるため、定期的にA病院の一般害虫駆除を行っている駆除専門業者と相談し対
応を行った。結果、患者が入院した大部屋の駆除には約25日間を要し。その間大部屋1部
屋4床が使用不能となった。幸い、トコジラミは院内で拡大することなく収束した。今回の
事例から入院患者に対して害虫等の持ち込みがないか確認する体制の確立。また、万が一
持ち込まれた場合、対応方法についての手順の確立も重要である。本学会にて本事例につ
いて報告する。

P1-44-1
A病院重症心身障害者病棟で発生した疥癬アウトブレイク経過と対応
栗山∙陽子（くりやま∙ようこ）、市瀬∙裕治（いちせ∙ゆうじ）、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）、岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）

NHO 函館病院感染管理室

【背景】A病院は中核市の急性期病院だが、2020年の病院機能移転に伴い重症心身障がい者
病棟（以下重心病棟とする）を有する病院となった。これまでに疥癬アウトブレイクの発生
はなかったが、機能移転後、重心病棟で経験した。今回、その経過と対応について報告する。

【経過】20XX年6月初旬1例目発生、左手掌～指先に皮膚の肥厚、角化を認め皮膚科を受診、
角化性疥癬の診断。後ろ向きにて5月初旬頃に左手掌にかび様のもので覆われていたという
記事を確認。7月上旬までに疥癬確定患者2名、疑似症職員1名の計4名確定。7月末まで
に複数名の患者に発赤疹などの皮膚症状がみられたが、疥癬の確定には至らず。8月初旬5
例目発生（疥癬確定例）、その後8月下旬までに疥癬確定患者5名、疑似症患者9名、疑似症
職員1名、累計19名となった。確定および疑似症患者には、イベルメクチン内服と安息香
酸ベンジルオイラックス軟膏塗布の治療がされた。最終発生45日後に全疥癬患者の治療が
終了した。

【対応】初発確定患者に対して個室対応が望ましかったが満床のため個室移動ができず、ベッ
ドサイドゾーニング対応と手袋、ガウンなどの防護具着用の接触感染予防策を開始。その
後も部屋移動が難しく、同様の対応とした。8月中旬までに確定、疑似症患者が増えたため、
患者46名、職員34名へのイベルメクチンの予防投与を実施。散布可能な範囲へのピレス
ロイド系殺虫剤の散布も実施。全患者へビニールエプロン、手袋を着用、患者毎の交換と
した。

【アウトブレイクの終息】10月初旬、全疥癬患者の治療終了をもってアウトブレイク終息宣
言、感染対策も終了とした。終息までに4か月を要した事例であった。

P1-43-8
障害者雇用率の段階的引き上げへの対応と働きやすい環境について
松井∙知士（まつい∙かずし）

NHO 舞鶴医療センター管理課

背景
障害者雇用促進法施行令等の改正により、段階的な法定雇用率の引き上げや除外率の引き
下げが予定されている。当院の状況課題等を適切に把握し、雇用確保に向けた取組を一層
強化してしなければならない。
目的
法改正に応じて適正な障害者雇用に取り込むこととした。
活動の内容
・機関との連携
→ハローワーク、障害者就業・生活センターわかば、京都ジョブパークとの交流
・障害者雇用の求人を掲載していることの周知
→職業訓練校の担当者と面談
・制度・助成金の活用
→ハローワークの障害者トライアル雇用制度利用
・セミナー等の参加
→障害者雇用企業サポートセンターが主催しているセミナーの参加
・病院全体として雇用確保に繋げるための他部署の理解
活動の評価
令和5年度では積極的な採用活動により6カウント（4名）増加した。
現在の雇用数であれば法改正により雇用率や除外率が変更になっても適正数を下回ること
はない。しかし現在の適正数を維持できる確証がないことから病院として積極的に採用活
動に取り組む。基準を下回り慌てて採用することなく受験者の適性を見極めて採用できる
環境となった。
今後の課題
採用した雇用が定着することが今度大切である。事務職では押印省略や電子化により業務
効率が図られている。今までルーチン業務として行っていた物がなくなってきており、時
間を持て余さないようスケジュール管理や作業内容を考えるのが常勤職員の責務であると
考える。
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P1-44-7
職員の流行性ウイルス疾患（麻疹・風疹・水痘・ムンプス）抗体価の現状と
対応について
新開∙美香（しんがい∙みか）1、首藤∙毅（すどう∙たけし）1、高田∙正弘（たかだ∙まさひろ）1、吉野∙弘絵（よしの∙ひろえ）2、
松崎∙有紗（まつざき∙ありさ）3、松下∙あかね（まつした∙あかね）4

1NHO 呉医療センター感染対策部、2NHO 呉医療センター臨床検査科、3NHO 呉医療センター管理課、 
4NHO 呉医療センター看護部

【背景】当院では、2010年に全職員に流行性ウイルス疾患（麻疹・風疹・水痘・ムンプス）
（以下4種と略す）の検査を実施し、翌2011年より新採用時のみ4種検査を実施している。
4種の患者（疑いを含む）は、抗体価を有する職員が担当することとしている。2010年から
在籍している職員は10年以上前の抗体価で判断されており、改善策を講じたので報告する。

【方法】2023年度に在職5年以上の職員に4種抗体価検査を行い、2024年度は在職5年目
の職員に再検査した。新採用者の検査は継続した。

【結果】2023年度に737名（新採用者191名、在職5年以上の職員546名）、2024年度に
248名（新採用者182名、在職5年目の職員66名）の検査を実施した。一人当たりの検査
費用1,600円は、病院負担した。抗体価の陰性者数は、2023年度62名（8.4%）、新採用
者19名（9.9%）、在職5年以上の職員43名（7.9％）、2024年度20名（8.1％）、新採用者
19名（10.4%）、在職5年目の職員1名（1.5％）であった。新採用者の抗体価の陰性内訳は、
麻疹1.1%、風疹1.3%、水痘0.8%、ムンプス7.0%、在職5年目を含む全ての職員は、麻
疹0%、風疹1.8%、水痘0%、ムンプス5.4%であった。2023年度抗体価が陰性の職員の内、
ワクチン接種者は、新採用者3名（1.6％）、在職5年目を含む全ての職員17名（3.1％）。各
種ワクチンの費用は、自己負担とした。新採用者の10.2%、在職5年目を含む全ての職員
7.2%に抗体価の陰性が判明した。

【考察】採用時の4種抗体価検査後、5年目を含む全ての職員に再検査を行ったことは、ワク
チン接種の機会を設けて、安全に医療を遂行できることに繋がった。今後、5年毎に再検査
を継続する必要性について検討する。

P1-44-6
リウマチ診療においてインターフェロンγ（T-SPOT）陽性判明時の対応の
実態調査とそれに基づく改善策の遂行
野木∙真一（のぎ∙しんいち）1、矢野∙裕介（やの∙ゆうすけ）1、谷村∙麻由佳（たにむら∙まゆか）1、亀村∙太朗（かめむら∙たろう）1、
伊藤∙綾香（いとう∙あやか）1、長谷∙陸雄（はせ∙りくお）1、津野∙宏隆（つの∙ひろたか）1、小宮∙明子（こみや∙あきこ）2、
古川∙宏（ふるかわ∙ひろし）4、當間∙重人（とうま∙しげと）5、松井∙利浩（まつい∙としひろ）3

1NHO 相模原病院リウマチ科、2NHO 相模原病院臨床検査科、3NHO 相模原病院臨床研究センター、 
4NHO 東京病院臨床研究部、5NHO 東京病院リウマチ科

【目的】T-SPOTは結核（Tb）感染の診断に重要な検査の一つであるが、陽性判明時に十分
な検査ができていないケースや結核既往や暴露歴などリスク情報を十分把握できていない
ケースも懸念され、実態調査と対応を検討した。【方法】当院リウマチ科内でT-SPOT測定
を開始した2013年から2022年まで全データを後ろ向きに調査し、陽性者への対応の実
態の調査と結核の予後に関して解析を行い問題点と改善策の検討をおこなった。【結果】10
年間で4654件のT-SPOTを測定し陽性は179件（3.9％）であった。約6割がRA患者で
56.7％で免疫抑制剤使用（予定も含む）していた。179件（157名）の内、8名がT-SPOT陽
性判明時に活動性Tbであった。他149名陽性者を潜在性Tbとしてその後の発症有無をフォ
ローした（平均3.8年）。その結果Tbを発症したのは0名であった。陽性判明時のリスク
評価や迅速かつ的確な検査が重要であるものと考えた。しかしながら結核既往や暴露の問
診は6割以上が確認できていなかったため、現在は診療前に全例確認するように徹底した。
またT-SPOT陽性判明時に痰などの抗酸菌検査施行が67.5%、レントゲンなど画像検査が
94.9%、両方実施が66.2%、いずれも実施せず、が3.8%であったため、陽性が判明した
際には検査科から主治医へ直接電話連絡を行い、検査をしっかり行う体制を構築した。【考
察】結核の迅速な診断と予防の観点から、院内連携によるTb発症のリスク評価、陽性者の
十分な検査体制の構築が重要と考える。

P1-44-5
日当直従事者における時間外抗酸菌塗抹検査の実施状況と感染対策におけ
る効果
谷口∙寿章（たにぐち∙としあき）、中川∙光（なかがわ∙ひかる）、吉岡∙智美（よしおか∙ともみ）、松尾∙由佳（まつお∙ゆか）、
土屋∙貴子（つちや∙たかこ）、大森∙健彦（おおもり∙たけひこ）、山本∙涼子（やまもと∙りょうこ）

NHO 名古屋医療センター臨床検査科

【背景】肺結核症の多くは治癒を期待できるようになったため, 近年は非結核性抗酸菌症と比
べて注目度が乏しくなってきている. しかし, 非結核性抗酸菌症とは異なりヒトからヒトへ
と空気感染するため, 現在も院内感染対策への重要度は高い. 抗酸菌塗抹検査は顕微鏡下で
排菌量を観察することで, 結核の感染危険度の評価を行うために従来より用いられている指
標である. しかし, 検査プロセスが煩雑なことで, 日当直における時間外対応を行っている
施設は少ない. そこで当院における時間外抗酸菌塗抹検査対応の実施状況と感染対策への効
果について報告する. 【対象】2019年4月～ 2023年3月の5年間の日当直時間帯に救急外
来より提出された抗酸菌塗抹検査1376件を対象とした. 【結果】過去5年間に提出された検
査のうち5.36±0.84%の患者より抗酸菌が検出され, そのうちの14%が結核菌群であっ
た. また, 細菌検査担当者による集菌法にて評価したスコアでは, 抗酸菌陽性患者の31%が
2+相当以上であった. 抗酸菌培養結果と比較した抗酸菌塗抹検査の結果は, 日当直者によ
る直接塗抹法では感度40.6%, 特異度99.8%であり, 細菌検査担当者による集菌法では感
度56.5%, 特異度100%であった. 救急外来および患者受け入れ病棟における結核菌への暴
露率は0%であった. 【考察】今回の検討より, 当院の日当直帯における救急外来を受診する
肺炎像を伴う患者の抗酸菌感染状況が明らかとなり, 時間外における抗酸菌塗抹検査の意義
を再評価することができた. また, 感染対策の一助となる重要な検査であり, 日当直帯の検
査精度の維持・向上として, 検査担当者への計画的な教育の実施と, その力量を評価するこ
とも有効的であると考える。

P1-44-4
Clostridioides defficile感染症対策への取り組みとその経過
志波∙幸子（しわ∙さちこ）、鈴木∙京子（すずき∙きょうこ）、伊藤∙陽子（いとう∙ようこ）、林∙悠太（はやし∙ゆうた）

NHO 東名古屋病院感染対策室

【背景】2021年11月に当院の結核病棟においてClostridioides difficileのアウトブレイ
クを経験した。アウトブレイク終息後は、時間の経過とともに、個人防護具の使用、手指
衛生等が適切に使用できないスタッフがいた。継続してOJTを行い、2022年10月から
は、CDI対策終了時の病室清掃に紫外線照射を取り入れた。【結果】アウトブレイク終息後、
2024年3月まで患者の発生はあったがアウトブレイクに至っていない。OJTにより感染
対策が定着し、環境整備は時間を決めて実施できるようになった。下痢症状の患者が発生
したときには、病棟スタッフから感染対策室への相談や検査結果を待たずにCDI対応を開
始できるようになった。手指消毒剤の使用量の2021年度の平均は10.6L/1000患者・日、
2023年度は平均13.2L/1000患者・日と増加した。CDI患者の病室清掃に紫外線照射を取
り入れる前後1年の陽性率は2.2から0.4に低下（p＜0.05）した。【考察・今後の課題】水平
伝播を疑う症例やアウトブレイクの発生がなく、下痢症状のある患者が発生したときにス
タッフ自ら対策を開始できるようになっているためCDI対策は定着しており感染対策の行
動変容があったと考える。transtheoretical modelによると現在は維持期にあると考えら
れるため、再発しないように継続した関わりを持つことが重要であると考える。また、CDI
患者の感染対策終了後に病室清掃の一環で取り入れたUV照射の効果もあると考えるが今後
も環境整備の一環として取り入れて効果を確認していく。
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P1-45-3
横浜医療センター薬剤部における調剤業務の配置人数の検討
水島∙淳裕（みずしま∙あつひろ）、小井土∙啓一（こいど∙けいいち）、畑山∙賢輔（はたやま∙けんすけ）、新藤∙学（しんどう∙まなぶ）

NHO 横浜医療センター薬剤部

【背景】当院薬剤部では業務の拡充に対する人員が十分とは言えず、現存の人員で調剤業務
や病棟業務を行わざるを得ない状況となっていた。その結果として、調剤業務が時間内に
終わらず、看護師の配薬業務に影響が及んでいた。そのため、調剤業務の配置人数（人数）
を見直す必要があった。

【目的】調剤業務の人数を変更し、超過勤務時間（超勤時間）と超過勤務金額（超勤金額）につ
いて比較検討した。

【方法】調剤業務における、既存の人数（午前・午後3-4人+応援）を現シフト、新規の人数（午
前・午後6人）を新シフトとし、超勤時間を評価した。調査期間は現シフト7日間、新シフ
ト5日間とした。また、超勤金額について、1時間あたりの超過勤務単価（125％）を2,508
円、年間の平日日数を242日として評価した。

【結果】超勤時間の中央値（範囲）は現シフト120（63-220）分、新シフト24（4-36）分であっ
た（p=0.00568）。また、超勤金額は現シフト1,213,872円/年、新シフト242,774円/
年であった。

【考察】新シフトの人数は調剤室の業務量を鑑みて決定したが、概ね時間内に調剤業務を終
えることができたと考える。また、同時期に薬剤部全体の業務量を図るために実施したタ
イムスタディ結果からも調剤業務の人数は6.2人/日と算出でき、新シフトの人員は妥当で
あったと考える。また、超勤時間の短縮による経済効果は971,098円と推定された。これに、
看護師の配薬業務による超過勤務も回避されるため、経済効果はさらに大きくなると推察
される。薬剤師業務における調剤業務の優先順位は高く、今回の調査は調剤業務の人数を
見直す端緒になると考える。

P1-45-2
A病院における男性看護師の育児休業取得についての意識調査
中村∙徳明（なかむら∙のりあき）

NHO 金沢医療センター南3病棟

1．はじめにA病院では男性看護師の育児休業取得者が増えてきているが、育児休業を取得
した男性看護師の中で希望する期間の育児休業が取得しづらかったという声があった．小
島は「育児休業取得の阻害要因として職場の環境や雰囲気、経済的理由、業務が多忙である
こと、周囲から反対、制度の認識不足が関係していた」と述べている。本研究では、職場環
境に焦点をあててA病院男性看護師の育児休業取得についての認識を明らかにする．2．研
究方法男性看護師の育児休業取得に関する、先行研究を参考にアンケートを作成し自由記
載欄を設けた形式で行った.対象は2023年12月1日に金沢医療センターに勤務している
看護師で調査に協力が得られた500名3．結果A病院では男性看護師の育児休業取得者が
みられるようになったのは、2017年以降であった.男性の育児休業制度についての理解は
96.7％であり、男性看護師が育児休業を取得していた又は取得したと聞いたことがあると
いう理由が最も多かった． 育児休業取得に対しては91.3％が必要だと感じていたが、マン
パワー不足や勤務変更などの負担も感じていることがわかった．また、育児休業を取得し
なかった要因としては経済的な不安が最多であった. 4．考察・結論　A病院では男性育児
休業取得者が増えており、育児休業について情報が得やすい環境となっている。男性の育
児休業取得も必要だと91.3％が感じているが、マンパワー不足による自部署スタッフへの
負担や経済的理由が希望する期間の育児休業の取得困難の要因となっている．

P1-45-1
医師の時間外休日労働規制への対応、ビーコンによる勤務時間管理を導入
して
佐藤∙純也（さとう∙じゅんや）

NHO 函館病院事務部

当院は二次救急医療施設であり、医師の時間外の救急患者対応や自宅等待機者の呼出しも
多い。そのため、医師の時間外休日労働規制への対応が必要となる中で、医師の許可宿日
直をどう得るか、また交代制勤務を導入すべきか、時間外の勤務時間・内容を正確に記録・
分析のうえ、その選択が必要となった。併せて、救急対応等で出退勤が日に複数回となる
場合もある中で、ICカードによる勤怠管理では、打刻の忘れ、残業・研鑚の区分申請が正
確にできるのか、さらには救急対応をしたことに対する手当支給の正確さの点でも懸念が
あった。これに対応するため、当院では、院内各部署の名称が識別された受信機を設置し、
医師にはビーコンタグを所持してもらい、勤務時間を記録する仕組みを導入して約1年が経
過した。現在では、概ね正確な勤務時間の記録と手当の支給につながっていると考えており、
その導入状況を報告したい。

P1-44-8
新型コロナウイルス感染症流行期と収束期における基質拡張型β-ラクタ
マーゼ産生菌検出の年次比較
服部∙将也（はっとり∙まさや）、中西∙香（なかにし∙かおり）、吉田∙太一（よしだ∙たいち）、清水∙信幸（しみず∙のぶゆき）、
黒瀬∙望（くろせ∙のぞむ）、川島∙篤弘（かわしま∙あつひろ）

NHO 金沢医療センター臨床検査科

【はじめに】
近年、基質拡張型β ‐ ラクタマーゼ（ESBL）産生菌は院内だけでなく市中においても患者
数は増加傾向にある。2023年5月より新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が5類感
染症に移行し、収束期に入ったことを受け、流行前後で院内におけるESBL産生菌の検出患
者数を調査し、分離率と検出割合を比較したので報告する。

【方法・対象】
当院の入院患者から提出された臨床検体（2018年1月1日～ 2023年12月31日）から、
ESBL産生菌と同定されたEscherichia coli（E.coli）を研究対象とした。厚生労働省の院内
感染対策サーベイランス事業（JANIS）の公開情報を用いて、年次別の『分離率（対象菌種の
ESBL産生菌検出患者数/検体提出患者数）』、『ESBL産生菌の検出割合（対象菌種のESBL産
生菌検出患者数/対象菌種検出患者数）』を集計した。

【結果】
E.coliの全国の分離率は3.2％～ 3.7％で、ESBL産生菌の検出割合は19％～ 20％であった。
当院（年間平均患者数1,575人）の分離率は2.0％～ 3.5％で、ESBL産生菌の検出割合は、
17.4％～ 26.4％であった。院内と全国のESBL産生菌の検出患者数を用いて、カイ二乗検
定による独立性の検定を行ったところ、統計学上、有意差はなかった。

【まとめ】
COVID-19流行に伴って、入院患者数は減少しESBL産生菌の検出患者数も減少すると予測
していたが、COVID-19の流行とESBL産生菌の検出に関連がなかった。市中感染症の流行
状況に関わらず、院内では常に感染対策を徹底すべきと思われた。今後、COVID-19の流
行期に比べて検体数、患者数が増加していくことが考えられる。ESBL産生菌の動向を一層
注視していく必要がある。
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P1-45-7
少人数診療科である呼吸器外科における男性医師の出生時育児休業取得の
経験
二萬∙英斗（にまん∙えいと）1、高橋∙健司（たかはし∙けんじ）1、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）2、
三好∙和也（みよし∙かずや）3、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）2、高橋∙寛敏（たかはし∙ひろとし）3、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）2、
徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）2、濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）2、北田∙浩二（きただ∙こうじ）2、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）2、
岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）2、松坂∙里佳（まつさか∙りか）3、櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）2、柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）2、
大本∙航暉（おおもと∙こうき）2、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）2、稲垣∙優（いながき∙まさる）2

1NHO 福山医療センター呼吸器外科、2NHO 福山医療センター外科、 
3NHO 福山医療センター乳腺内分泌外科

昨今は男女共同参画，ワークライフバランス，働き方改革などが推し進められ，男性育休
の取得も増えてきている。しかし男性育休の取得率はいまだ20%に満たず，2022年時点
で男性育休取得者の28.33%は5日未満の取得にすぎなかった．このような現状で男性外
科医がある程度まとまった期間の育休を取得することはまだ比較的珍しいと思われる．
筆者は2009年卒の呼吸器外科専門医であり，上司の呼吸器外科専門医と2人で日々の診療
にあたっている．本邦の呼吸器外科は1 ～ 3人で診療を行っている施設が多く，少人数で
日常業務にあたっているため1人でも欠けた場合に診療への影響や残された医師の負担が
どうしても大きくなってしまう．当科ではこれまでに医師の育休取得の経験はなかったが，
専門研修基幹施設である岡山大学病院からの診療援助を受けることで手術を含めた診療へ
の影響を最小限にしつつ、筆者は約1 ヶ月の出生時育児休業を取得することができた．
少人数診療科における育休取得の経験と今後望まれる展望などについて報告する．

P1-45-6
育児時間制度利用者の取得時間確保のための調査と支援
田口∙博一（たぐち∙ひろかず）、知念∙郁絵（ちねん∙いくえ）、久保∙友香（くぼ∙ゆか）、岩内∙美恵子（いわうち∙みえこ）、
福田∙涼子（ふくだ∙りょうこ）

NHO 長崎病院看護部

【はじめに】A病院の育児時間取得率は9.6％である。2023年度まで復帰前後の不安の調査
や不安の軽減のために技術チェック表の整備や面談の設定を行ったり、お悩み相談会を開
催し、支援を行ってきた。その取り組みを継続していく中で育児時間の取消しの理由を調
査し支援を行ったことで取消し時間数を減少傾向へと改善することができた。【方法】調査
対象：2023年4月～ 12月に育児時間制度を利用している看護師19名調査方法：質問紙、
聞き取り調査、育児時間の取消し時間の集計調査内容：2023年10月の調査票による育児
時間取消し状況調査、育児時間取消し時間と理由についての調査、制度利用者が困ってい
ることの聴き取り、各部署の主な育児時間の取消し理由となっている業務の改善【結果】ア
ンケートや実際の育児時間取消し理由は、「記録」が最も多かった。育児時間撤回簿に記載
された取消し理由は、実際とは異なる理由であった。育児時間制度利用者は、非利用者に
対して残務の移譲を行うことを困難と感じていた。昨年同時期と比較し、直接看護業務の
育児時間取消し時間は一人当たり2.5時間減少した。【考察】育児時間取消しの理由の65％
は「記録」であり、記録時間を確保できていないことが主な理由であった。各部署の副看護
師長が記録時間を確保できるように業務を調整、支援を行うことで取消し時間減少につな
がった。今後は、制度利用者が困難と感じていた残務の移譲について、制度利用者・非利
用者に関わらず業務の調整を行い、全ての職員が働きやすい職場作りが必要である。【結論】
育児時間取消し理由を正確に把握することで支援につながり、業務を調整、支援すること
で取消し時間が減少する。

P1-45-5
日勤における勤務時間内での看護記録の時間確保のための取り組み
入江∙愛由美（いりえ∙あゆみ）、福田∙涼子（ふくだ∙りょうこ）、蒲池∙志穂（がまち∙しほ）、糸田∙愛（いとだ∙あい）、
森∙陽介（もり∙ようすけ）、村山∙達郎（むらやま∙たつろう）

NHO 長崎病院看護部

【はじめに】令和5年度の業務量調査では、A病棟における超過勤務理由にて、看護記録の割
合が70.41％と高く、1日の看護記録に要する時間も1.37時間と院内最長であった。看護
記録を理由とする超過勤務の発生要因は、患者ケアの重複・他看護師のフォロー・委員会
業務にて、記録時間の確保が困難なことであった。そこで、看護記録の時間確保にむけた
管理業務を行い、記録による超過勤務の減少につながったので報告する。

【方法】
研究期間：令和5年4月～令和6年2月
対象：A病棟　看護師34名（看護師長を除く）
方法：1.業務基準への記録時間の明記、2.チームリーダーの役割を明確化し掲示・周知、3.活
動時間希望シートを作成・運用
データ収集方法：令和5年10月、令和6年1月の理由別超過勤務時間
分析方法：単純集計
倫理的配慮：院内の倫理審査委員会で承認を得た

【結果】看護記録を理由とした超過勤務は、全体で225時間/月（令和5年10月）から、193
時間/月（令和6年1月）に減少した。1人あたりの平均も6.6時間/月から5.36時間/月に
減少した。

【考察】業務基準における記録時間やチームリーダーの役割を明確化したことで、個人が抱
える業務の調整や補完体制が整い、勤務時間内で記録に集中して取り組む時間の確保につ
ながった。また、活動時間希望シートを活用することで、委員会業務も時間配分ができ、
看護記録での超過勤務が減少したと考えられる。

【まとめ】業務基準への記録時間の明記や、チームリーダーの役割明確化、活動時間希望シー
トの運用は、全体的に勤務時間内での看護記録時間の確保に有効なのではないかと考える。

P1-45-4
働きやすい環境作りみんなでかえる（変える、帰る）化現象
藤尾∙佳穂（ふじお∙かほ）、片山∙侑香（かたやま∙ゆか）、山浦∙仁美（やまうら∙ひとみ）

NHO 姫路医療センター看護部C-1病棟

1．はじめに看護業務は、複雑多忙であるがゆえに時間外勤務につながり、ワークライフバ
ランスが崩れる要因となる。また、ライフスタイルの変化に合わせ多様な働き方を選択で
きる一方で、業務の引き継ぎによる時間外勤務が看護師の疲弊に繋がっている現状を認め
た。そのため、時間外勤務削減に向け取り組んだ結果を報告する。2．目的業務改善による
時間外勤務時間削減の成果を検討する。3．方法期間：令和5年6月1日～令和6年3月31
日実施方法：（1）ノー残業デイの導入。6月～ 9月の間に2回/人、10月～ 3月の間に3回
/人実施。（2）看護業務の一部を夜間看護補助者へタスクシフト。倫理的配慮：A病院の倫
理的審査委員会の承認を得た。4．結果実施期間中、平均5回/人のノー残業デイを設ける
ことができた。また、遅出看護師から夜間看護補助者へ、看護物品の確認等の業務をタス
クシフトすることができた。そのため、遅出看護師が日勤者の残務を引き継ぐことが可能
となり、時間外勤務が5.66時間/人/月（令和4年度7.57時間/人/月）となり、看護師1.91
時間/人/月（33.7％）時間外勤務を減少させることができた。定時に退勤できることで、
自宅でゆっくりと休息できた、プライベートが充実した等の良い反応が得られた。5．考察
全ての常勤看護師に平等にノー残業デイを設けることが、互いに協力し合い積極的に業務
調整を行う姿勢に繋がったと考える。また、遅出看護師の業務を夜間看護補助者へ一部タ
スクシフトできたことで、遅出看護師による患者ケアへの介入時間を確保し、また残務を
引き継ぐことが日勤看護師の時間外勤務削減に繋がった。その結果、看護師が働きやすい
環境となったことが考えられる。
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P1-46-3
当院整形外科における入院骨折患者数の推移について
田中∙雅（たなか∙まさる）、高北∙久嗣（たかぎた∙ひさつぐ）、山口∙敏郎（やまぐち∙としろう）、前田∙ひづき（まえだ∙ひづき）

NHO 三重中央医療センター整形外科

【目的】当地域の骨折患者の動向を探るため。【方法】2008年4月1日から2023年3月31
日までに整形外科に入院した患者を対象とし、病名に骨折を含むものを抽出、年度別に患
者数と性別、年齢、骨折部位を調査した。骨折は、新規に生じた骨折とした。主な患者層
である津市の人口統計についても調査した。【結果】＜津市の人口＞津市人口は、年々減少
傾向である。年齢別では、50代60代は減少、70代以上は、増加。＜入院患者数及び入院
骨折患者数＞入院患者数自体は大きな変化はなく、入院骨折患者数は、入院患者に占める
割合が年々増加。＜骨折患者男女別平均年齢＞平均年齢は男女ともに増加傾向であった。
年代別では、50代はほぼ横ばい、60代70代は、一時期増加傾向から現在は減少傾向、80
代以上は増加。＜骨粗鬆症関連骨折入院患者数＞橈骨遠位端骨折と上腕骨近位部骨折はゆ
るやかに増加傾向、脊椎圧迫骨折、大腿骨近位部骨折は、増加。＜骨粗鬆症関連骨折入院
患者の平均年齢＞橈骨遠位端骨折、上腕骨近位部骨折の平均年齢は、横ばいで、脊椎骨折、
大腿骨近位部骨折の平均年齢は微増。【考察】入院患者に対して入院骨折患者の割合は増加
し平均年齢が以前より高齢化していた。平均年齢の高齢化は、80代以上の骨折患者数が増
えたことによるもので脊椎骨折や大腿骨近位部骨折の患者数が増加したのが原因と考えら
れた。津市の人口は、80代以上の人口が増加していた。それにより高年齢骨折数が増加し、
入院骨折患者数の増加と平均年齢高齢化を生じていた。

P1-46-2
重症四肢外傷の感染率を改善できるか？
藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1,2、古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、日吉∙尚（ひよし∙なお）1、
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター機能形態研究部

[はじめに] Gustilo-Anderson III（GAIII）骨折は通常は高エネルギー外傷によって引き起
こされるため,現在でも難治性で,その原因は感染頻度の高さにある. 1960年代Gustilo 
RB and Anderson JTの報告ではGAIII骨折術後感染は44％に達していたが,40年を経
て2000年代には20％程度に半減できている.本研究では2001年以降のGAIII骨折術後
感染率の推移を検討した.【方法】過去 20 年間の GAIII 観血的骨折治療における感染率の
変化を調査するために,MEDLINE データベースを使用して文献のナラティブレビューを
実施した.【結果】術後感染の発生率は2001-2010年,2011-2020年のそれぞれ10年間
で,GA III A,B,C（総合）で18.4％と15.1％ ,GA III A12.1％と13.5％ ,GA III Bで28.4%と
25.1％ ,GA III Cで30.3％と25.0％であり,いずれの骨折形態でも感染率に有意差を認めな
かった（カイ2乗検定p＞0.05）.すなわちGA III 骨折の術後感染率は約 20 年間改善して
おらず、20 世紀初頭と同様の頻度で発生していることが判明した. 【考察と結論】Gustilo-
Anderson III 骨折に対して推奨される治療戦略は,12 時間以内の初期デブリードマンと 
72 時間以内の最終的な骨固定・骨被覆（Fix＆Flap）である. しかし現実にはこうした理想
的な治療が必ずしも行われてはおらず,周術期感染症の原因となっていた. 早期の初期デブ
リードマンと早期の二次骨被覆という目標を達成するには,医療施設に十分な人的設備的な
リソースの充実が必要であるが,これを解決するには潤沢な資金と時間を要すため短期的に
解決できるとは考えにくく早期改善は困難と思われた.

P1-46-1
上腕骨小結節単独骨折の1例
馬場∙健太郎（ばば∙けんたろう）、増本∙奈 （々ますもと∙なな）、栩木∙弘和（とちぎ∙ひろかず）、安田∙明正（やすだ∙あきまさ）、
石濱∙寛子（いしはま∙ひろこ）、畑∙亮輔（はた∙りょうすけ）、小林∙洋樹（こばやし∙ひろき）、内川∙貴太（うちかわ∙たかひろ）、
鈴木∙黛（すずき∙まゆ）、松田∙昌大（まつだ∙まさひろ）

NHO 埼玉病院整形外科

【はじめに】上腕骨小結節骨折はその単独骨折の報告は稀である。今回上腕骨小結節単独骨
折の症例を経験したので報告する。

【症例】56歳、女性、事務職。自宅内で転倒した際に左手を着き受傷した。1週間経過を
みていたが左上腕の内出血および疼痛の改善なく前医を受診し左上腕骨小結節骨折の診
断となり、当院に紹介受診した。身体所見では肩関節の可動域は自動挙上80°、他動挙上
100°に制限され、運動時痛を認めた。手指の運動障害、感覚障害は認めなかった。単純
X線画像では正面像・Y軸像では明らかな骨症を認めなかったが、軸写像及びCT画像にて
転位を伴う上腕骨小結節骨折を認めた。受傷後約3週後に観血的整復固定術を施行した。
Deltopectral approachにて進入し、骨片を整復後CCSとワッシャーにて内固定を行なっ
た。術後2週三角巾固定とし、2週後より徐々に可動域訓練を開始した。術後X線画像上骨
片の転位は認めず経過し、術後10 ヶ月で疼痛や可動域制限は認めず経過良好である。

【考察】上腕骨小結節単独骨折は稀な骨折で、単純X線正面像・Y軸像では見逃されることも
多い。そのため単純X線軸写像やCT画像が診断に有用とされる。治療法は保存療法と手術
療法があり、手術療法にはスクリューによる内固定術や関節鏡視下手術の報告がある。本
症例は56歳と中年であり早期社会復帰のため手術療法を選択、スクリューによる内固定術
を施行した。

【結語】今回稀な上腕骨小結節単独骨折に対して観血的整復固定術を施行し、良好な経過を
辿った症例を経験した。本骨折は見逃されることが多く、診断には単純X線軸写像やCT画
像が必要となる。また早期社会復帰のためには早期の手術療法が有用と考えられる。

P1-45-8
当科整形チームにおける業務改善～第2報～
石井∙達也（いしい∙たつや）1、片岡∙靖雄（かたおか∙やすお）1、田川∙彩夏（たがわ∙あやか）1、上田∙裕太（うえた∙ゆうた）1、
小倉∙京香（おぐら∙きょうか）1、竹内∙佳美（たけうち∙よしみ）1、原田∙健太郎（はらだ∙けんたろう）1、黒崎∙旭美（くろさき∙あさみ）1、
脇∙ひなの（わき∙ひなの）1、平野∙哲男（ひらの∙てつお）2、岩瀬∙洋平（いわせ∙ようへい）3

1NHO 福山医療センターリハビリテーション科、2NHO 浜田医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 松江医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
我々は第77回国立病院医学会にて整形チームの業務改善について発表をした。その後取り
組みを継続し、さらに業務改善を行った結果、前年度（2022年度）より業務効率が高まり
収益も向上したため報告する。

【取り組み内容】
前年度より引き続きEXCEL©を用いたモニタリングで経時的に収益および業務効率を把握
していった。モニタリングした項目は収益：診療点数、単位数、1単位あたりの単価、初期・
早期加算割合など、業務効率：超過勤務時間、1単位あたりの必要時間などとした。これら
は月に1回、各個人及びチーム全体へフィードバックを行った。加えて、2023年度は業務
効率を向上させる目的で、予定入院患者の介入時間調整も行った。これは患者介入におい
て多職種と度々重複していた問題に対して、関係職種で介入時間を制定して他職種との重
複介入を予防するものであった。

【個人の月平均の比較（一般職員のみ　2022年度/2023年度）】
診療点数74,362/76,577点　単位数15.9/16.2単位　初期加算割合57.3/62.8％　早期
加算割合77.6/83.5％　1単位あたりの単価256/261点　1単位あたりの必要時間32分
12秒/30分50秒　超過勤務時間14時間31分/9時間31分

【まとめ】
2023年度は前年度の取り組みを継続しつつ、業務効率を高める取り組みを行った。その結
果、前年度より1単位あたりの必要時間は1分強、超過勤務時間は約3時間の短縮となった。
業務効率が向上した結果、収益も向上する副次的効果もみられた。今後も業務を適時見直し、
業務効率の低下予防・向上に努める必要がある。
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P1-46-7
ハムストリング近位付着部断裂に対して手術加療を行った1例
福田∙玲（ふくだ∙あきら）1、根木∙宏（ねぎ∙ひろし）2、田中∙碩（たなか∙ゆたか）2、神原∙智大（かんばら∙ともひろ）2、
永田∙義彦（ながた∙よしひこ）2

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター整形外科

はじめに：ハムストリング近位付着部における完全断裂は、本邦での報告は少ない。今回
我々は、外傷によってハムストリング近位付着部での完全断裂となり、手術加療を行った
1例を経験したので報告する。症例：79歳男性。風呂場での転倒時に左大腿部を進展し受
傷、翌日に近医を受診し保存的加療で経過観察となっていたが、膝の運動障害が残存した
ため受傷4週後に当院紹介となった。初診時、左大腿部背側に腫脹と硬結を認め、膝屈曲は
MMT1であった。エコーおよびMRIでハムストリングの坐骨付着部付近での完全断裂（JISS
分類3型3度）を認め、左ハムストリング近位付着部断裂と診断し、受傷後6週に手術加療
を行った。手術加療は腰椎麻酔にて伏臥位で行い、後方アプローチにて坐骨結節にsuture 
anchorを3本挿入し、ハムストリング断裂腱を縫合した。術後は4週間のギプス固定を行
い、7週間で全荷重を許可した。術直後より坐骨神経麻痺症状が出現したが、感覚麻痺は術
後2 ヶ月で改善し、末梢の運動麻痺は術後6 ヶ月までに改善した。術後9 ヶ月にて再断裂
は認めず、筋力も、膝屈曲がMMT4と健側に比べ低下はあるが、生活に支障をきたさない
段階まで改善している。考察：ハムストリング断裂について、JISS3度の症例には早期手術
療法で保存療法より良好な成績が得られるとされる。また、受傷後4週間以上経過した陳旧
例では坐骨神経麻痺等の神経障害が出やすいと報告されており、本症例のような手術遅延
例では術後の神経障害に注意が必要である。

P1-46-6
上部僧帽筋全欠損に対する副神経支配有茎広背筋弁を用いた動的再建
藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1,2、古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、日吉∙尚（ひよし∙なお）1、
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター機能形態研究部

【緒言】僧帽筋上部は肩峰に付着し肩を挙上させる.今回,左上部僧帽筋内発生の粘液線維肉
腫のため上部僧帽筋全切除した症例に対して,innervationした有茎広背筋弁で再建し,良好
な術後運動機能獲得をした症例の経験をした.【症例】74歳女性.1年4カ月前,近医で左頸部
の皮下腫瘤摘出し肉腫と診断されたが追加治療を受けていなかった.4カ月前,同部に腫瘤
が再発したため再摘出術を施行されたが,2か月前に再再発を来したため当院へ紹介となっ
た.病理結果は粘液線維肉腫であったため顎下リンパ節廓清+広範囲切除,innervated広背
筋皮弁による再建を施行した.術中皮弁の胸背神経と副神経の断端を端々吻合した。術後4
カ月で肩挙上ができ、体表筋電計も左右差がなく電位が確認された.両側上肢は左右差なく
挙上でき日常生活に不自由を感じない.【結語】Innervated広背筋皮弁は表情筋,上腕筋,腹
直筋の動的再建に頻用されているが,本症例は僧帽筋の動的再建に使用した最初の症例であ
る.

P1-46-5
非外傷性化膿性手関節炎の治療経験
納村∙直希（おさむら∙なおき）、池田∙和夫（いけだ∙かずお）、吉岡∙克人（よしおか∙かつひと）、上岡∙顕（うえおか∙けん）、
齋藤∙美希乃（さいとう∙みきの）、大森∙駿（おおもり∙しゅん）

NHO 金沢医療センター整形外科

【はじめに】化膿性手関節炎は外傷以外で手関節痛を伴う患者の1.5%程度と稀な疾患であ
る．今回，非外傷性の化膿性手関節4例を経験したので報告する．

【対象】症例は男性2例，女性2例，平均年齢70歳（40-85歳）であった．これらの症例に対
して，発症から手術までの期間，起因菌，手術法，抗菌薬投与期間，治療成績について調
査した．

【結果】手関節痛を生じてから手術までの期間は，平均18日（7-48日），当科受診から手術
までの期間は，平均5日（0-17日）であった．起因菌は，緑膿菌1例，MRSA1例，溶連菌
1例，溶連菌とMSSAの混合感染1例であった．デブリードマンは掌背側アプローチが3例，
掌側アプローチが1例であり、うち2例が複数回手術を要した。全例に屈筋腱または伸筋腱
への感染波及を伴っていた．48日経過後に手術した緑膿菌感染例は，著明な骨破壊を認め
たため全手関節固定術を要した．抗菌薬投与期間は平均57日（28-70日）であった．治療成
績は日手会機能評価で優1例，良1例，可1例，不可1例であった．

【考察】今回経験した症例は，緑膿菌感染の1例以外は感染症状が急速に増悪しており，当
科受診時には広範囲の滑膜炎や膿瘍形成を伴っていた．文献的には化膿性手関節炎は手関
節炎症状を訴える患者の5％程度と少なく，初診時に感染を疑われない可能性が高い．術後
は手関節障害よりも腱滑膜切除後の癒着による手指可動域障害が成績不良の要因となって
いた．早期診断と治療が重要であるが，デブリードマン後の機能障害を残さない後療法も
課題と思われた．

P1-46-4
大腿骨近位部骨折術後患者の早期離床介入後のADLに関する実態調査－入
院時と術後8週のADLを比較して－
山口∙由香里（やまぐち∙ゆかり）、宮本∙俊之（みやもと∙たかゆき）、山口∙圭太（やまぐち∙けいた）、百武∙未佳（ひゃくたけ∙みか）

NHO 長崎医療センター看護部

【はじめに】A病院の大腿骨近位部骨折患者の入院時と術後8週目のADLの比較を行った。
入院中と転院先でのADLを比較した調査研究は少ないため入院中に必要な介入が明らかに
なると考えた。【目的】大腿骨地域連携パス適用患者の入院時、術後8週間後のADLを調査し、
必要な看護の示唆を得る。【方法】1．対象：大腿骨近位部骨折で手術を受けた患者17名（重
度の認知症、重篤な合併症のある患者は除外）2．調査期間：2021年4月1日～ 2022年
10月31日　3．データ収集方法：入院時と術後8週目のADLを日常生活機能評価を用い
て収集　4.データの分析方法：入院時と術後8週目の日常生活機能評価の結果をWilcoxon
の符号付き順位検定を実施。5．倫理的配慮：倫理審査委員会で承認を得た。（No.2023051）

【結果】対象者の平均年齢は86.2±8.2歳。受傷前歩行能力は、独歩が11件（64.7％）で最
も多かった。ADLの比較では、術後点数が低く有意差を認めた。（p＝0.010）日常生活機
能評価表で、寝返り、移乗方法、介助の有無、衣服の着脱に有意差を認めた（p＝0.004）。【考
察】寝返りや移乗では、疼痛コントロールや早期離床、補助具の活用によりADLが改善し
たと考えられる。衣服の着脱は、関節可動域が影響し介助を要する。人工骨頭挿入術後は
脱臼予防の指導時期や内容に差があり改善に影響した要因だと考えられる。【結論】入院時、
術後8週目のADL比較で、術後8週の方の点数が低く有意差を認め、半数以上が杖、自力
歩行が可能なレベルに改善。疼痛コントロール、統一した脱臼予防の指導を行うことが重
要であると示唆された。
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P1-47-3
ジストロフィノパチーにおけるチアミン・トランスポーターの関与
三ツ井∙貴夫（みつい∙たかお）、牧∙由紀子（まき∙ゆきこ）、住友∙日香（すみとも∙にちか）、瀬尾∙めぐみ（せお∙めぐみ）、
大島∙玲子（おおしま∙れいこ）、近藤∙梨恵子（こんどう∙りえこ）、宮崎∙達志（みやざき∙たつし）

NHO とくしま医療センター西病院臨床研究部

背景：我々は、Duchenne型（DMD）筋ジストロフィー患者生検骨格筋においてチアミン
およびチアミントランストーターであるTHTR-1（SLC19A2）とTHTR2（SLC19A3）発現が
低下していることを見出した。本研究ではジストロフィノパチー骨格筋においてチアミン
を補酵素として必要とするピルビン酸脱水素酵素（PDH）の活性が変化するか否か、ならび
に培養細胞におけるジストロフィンと同トランスポーターの関連を検討した。対象と方法：
対象はDMD患者6名の生検骨格筋およびDMDモデルマウスであるmdxマウス骨格筋で
ある。方法は、液体窒素保存骨格筋を融解・ホモジナイズ・可溶化した。PDH活性はアッ
セイキットを用いて測定した。また、培養筋細胞（RD）においてTHTR-1、THTR2および 
SLC25A19およびジストロフィンの細胞内局在を免疫組織学的に検討するとともに、halo
タグTHTR1/2をそれぞれRD細胞に導入し、halo-link resinを用いてpull-downし、抗ジ
ストロフィン抗体でイムノブロットした。結果： DMD筋（N=6）においてPDH活性は健常
対照筋（N=7）より有意に低下していた（P=0.045）。これはmdxマウス骨格筋でもコント
ロールに比して優位の低下が認められた（P=0.028）。RD細胞において、THTR-1/THTR-2
の発現は細胞質に網状に認められ、その局在はジストロフィンの局在に類似していた。ま
たpull-downアッセイではTHTR1/2の沈降物にジストロフィンの存在が検出された。考
察：ジストロフィノパチーでは、ジストロフィンの欠損により筋細胞のチアミントランス
トーターの発現が低下し、細胞内小器官へのチアミン供給が障害された結果、ミトコンド
リアにおけるPDHの活性低下がもたらされた可能性がある。

P1-47-2
Duchenne型筋ジストロフィー患者の骨格筋量とAnkle Brachial 
Pressure Index（ABI）の経時的評価
荒畑∙創（あらはた∙はじめ）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）1、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,2、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）1、笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）1

1NHO 大牟田病院脳神経内科、2NHO 大牟田病院神経病理センター

【目的】デュシェンヌ型筋ジストロフィー（以下DMD）は徐々に体重減少,骨格筋量の低下が
臨床的にみられる.しかし筋量低下やその量についての客観的検討は乏しい.前回我々は,体
組成分析（DSM-BIA法）を用い,体脂肪量,骨格筋量等を測定,DMD患者の筋量の年齢推移
について報告した.この変化の血行による影響について,ABIからの検討を行った.【方法】通
院/入院中のDMD患者（2011年1月～ 2023年5月）において,血圧脈波検査装置（フクダ
電子（株）,バセラVS-2500）を用いて血圧脈波検査を行った結果を診療録より、後方視的に
収集した.この際に入力された身長,臨床検査等のデータも同時に収集した.【結果】収集期間
内DMD患者の延べデータは486名分,平均年齢18．5±6.5歳（4.5 ～ 42.8歳）.年齢に
よるプロットでは、ABIは年齢による変動はほぼ無いものの（y=0.0004x+0.848）,とほぼ
0.85と考えられた.【考察】DMD患者のABIは1を超えることは計算上380歳であり、ほぼ
0.85ということができた.このことは.DMD患者が,一般的に10代前半に歩行機能を喪失
するが,体組成分析では,体重のピークである10代後半に体脂肪量,骨格筋量,上肢筋肉量,
下肢筋肉量が増加から減少に転じていることとの直接的関連はABIでは見出すことはでき
なかった.しかしながらACC/AHAガイドラインでのABIの基準では,0.9以下では末梢動脈
の狭窄もしくは閉塞であり、1.0 ～ 1.4を正常としている.今回の結果は筋ジストロフィー
における骨格筋の発達,成長,維持に末梢血流の影響を示している可能性がある

P1-47-1
近位筋筋力低下、高CK血症成人患者の入院前遺伝子検査
荒畑∙創（あらはた∙はじめ）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）1、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,2、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）1、笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）1

1NHO 大牟田病院脳神経内科、2NHO 大牟田病院神経病理センター

[目的]成人の神経筋疾患において,近年様々な治療法が保険適応になっている.そして従来
神経学的な診察のみでは診断に至らない疾患が,分子生物学的検査により鑑別に至ることも
出てきている.無分別な遺伝子検査は,行うべきでは無いことは自明の理であるが侵襲的検
査も無分別に行うべきで無い.更に言えば, 就業成人患者が診断の為の入院を避けたいとい
うこともまた事実である.早期診断により早期治療が患者の身体的予後に関連することを示
す報告も少なくない.[方法]これらの,一見矛盾する内容に対して,効率的且つ丁寧な診療に
結び付ける一つの方法として,今回クリティカルパスによる筋生検を含めた検査目的入院の
前に,行う検査について検討を行った.当院外来にて,（1）近位筋優位の筋力低下を呈する,も
しくは（2）高CK血症等によりミオパチーを疑った,一般的な評価で確定診断のついていな
い患者を対象とした.[結果]昨年末までに成人発症POMPE病（LOPD）患者1名及び脊髄性
筋萎縮症3型（SMA3）患者1名の確定診断を得ることが出来た.診断確定により,その後各々
の患者の治療を迅速に開始することが可能であった.[結論]POMPE病患者の治療は定期的
な点滴による酵素補充により行うことが,SMA3患者の治療は腰椎穿刺もしくは内服により,
両疾患ともに保険診療で可能である.LOPDの治療患者は未だ国内に80人台であり,特に成
人発症のLOPD患者の治療実施者は少ない.国内LOPD患者の診断率は尾方らにより2017
年に検索をされている.これより国内のハイリスク群（上記条件（1）,（2）のいずれかに該当
する患者群）では2％であることが報告されている.治療可能な疾患を見逃さない本検索は有
用であると考えられた.

P1-46-8
両側性外側二層半月板に対して鏡視下副半月板切除術を行った一例
古屋∙直人（ふるや∙なおと）、落合∙聡司（おちあい∙さとし）、千賀∙進也（せんが∙しんや）、萩野∙哲男（はぎの∙てつお）

NHO 甲府病院整形外科

【はじめに】比較的稀な外側二層半月板を両側性にみとめた一例を経験したので報告する。
【症例】35歳男性。以前より両膝にひっかかり感を感じていたが放置していた。ゴルフ中
に両膝関節を捻り疼痛が生じたため来院。初診時、腫脹や可動域制限はないがMcMurray 
testは両膝内側で陽性であった。単純X線検査で明らかな異常はなく、MRI検査では両側と
もに内側半月板ならびに外側円板状半月板の水平断裂を疑う所見をみとめたため、関節鏡
視下手術の方針とした。術中所見では、両側内側半月板中後節にかけて水平断裂を認めた。
また、外側半月板本体に損傷は認めないが中節付着部と後角で正常半月板と連結する副半
月板を認めた。副半月板は可動性が高くひっかかり感の原因と考えられた。内側半月板部
分切除と、外側副半月板切除を行い、術翌日から膝可動域訓練と筋力強化を行った。手術
により症状は改善し術後4 ヶ月の現在、膝機能や画像検査で異常を認めない。【考察】半月
板形態異常はアジア人、外側半月板に多く、円板状半月板が最多で有病率は15％とされる。
一方、二層半月板の有病率は0.06 ～ 0.09％と稀で、我々が調べ得た範囲では両側性の報
告はない。二層半月板は、半月板断裂や円板状半月板の臨床所見と類似し、MRI検査にお
いても鑑別は困難である。関節鏡が診断・治療として有効であり、有症状の場合は副半月
板の切除が推奨される。【結語】関節鏡で両側性外側二層半月板と診断し、鏡視下副半月板
切除術により良好な結果が得られた。
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P1-47-7
新・筋ジストロフィー病棟データベースの構築 2024年
齊藤∙利雄（さいとう∙としお）1、尾方∙克久（おがた∙かつひさ）2、久留∙聡（くる∙さとし）3、高橋∙俊明（たかはし∙としあき）4、
鈴木∙幹也（すずき∙みきや）2、駒井∙清暢（こまい∙きよのぶ）5、中島∙孝（なかじま∙たかし）6

1NHO 大阪刀根山医療センター小児神経内科、2NHO 東埼玉病院神経内科、 
3NHO 鈴鹿病院脳神経内科、4NHO 仙台西多賀病院脳神経内科、5NHO 医王病院脳神経内科、 
6NHO 新潟病院脳神経内科

【背景】筋ジストロフィー病棟データベース研究は，平成11年度から平成28年度まで筋ジ
ストロフィー研究班の研究テーマとして受け継がれ，国内筋ジストロフィー医療の状況を
報告してきたが，研究環境の変化で継続できていない．【目的】療養介護病床（旧筋ジストロ
フィー病棟）のデータベースを構築し，入院患者，医療の状況を把握する．【方法】令和1年度，
NHO脳神経疾患研究ネットワークグループ会議の支援を受け，新・筋ジストロフィー病棟
データベース研究計画が立案，令和3年度，筋ジストロフィー施設長会議からの資金援助を
得て，ECD「REDCap」を用いた入力システムを構築した．情報収集日は毎年10月1日とし，
情報入力期間は，令和3年度中は9月1日から令和4年3月31日，令和4年度以降は9月1
日から11月30日とした．収集する情報は，10月1日時点の入院患者の生年月，性別，診
断名，呼吸，循環，栄養などと，情報収集日から過去1年間の間に死亡した患者の死因であ
る．本研究の共同研究機関は，療養介護病床（旧筋ジス病棟）保有国立病院機構施設最大26
施設とし，登録は書面による同意を得ることとした．【結果】令和5年度中までに20施設が
参加し，令和3年度には526例，令和4年度には674例，令和5年度には769例が登録さ
れた．疾患は，筋ジストロフィーおよび類縁疾患のほか神経変性疾患やCPなど多岐にわたっ
ていた．【考察】同意取得が前提でのデータ収集で，本データベースの参加可能施設，収集デー
タは限定的である．また，療養介護病床の改変などでデータを収集する症例の基準も不明
確であり，現在，情報収集方法など模索中である．

P1-47-6
顔面肩甲上腕型筋ジストロフィー（FSHD）患者の骨格筋超音波検査（US）
について
大熊∙彩（おおくま∙あや）、阿部∙達哉（あべ∙たつや）、木村∙俊紀（きむら∙としのり）、津田∙笑子（つだ∙えみこ）、
山内∙理香（やまうち∙りか）、北尾∙るり子（きたお∙るりこ）、今井∙富裕（いまい∙とみひろ）

NHO 箱根病院脳神経内科

【背景】FSHDは骨格筋障害に左右差を認めることが特徴である．過去に障害筋の分布はCT
で評価されてきたが，近年はMRIやUSの評価と臨床重症度に相関があると報告されている．
臨床では全身のMRIを施行することは困難だが，USは外来で短時間かつ非侵襲的に骨格筋
の評価ができる【目的】FSHD患者でUSを行い，臨床的重症度や骨格筋CT（CT）所見との関
係について検討する．【方法】FSHD16例（男性3例，女性13例，48.2±15.5歳）を対象
に，僧帽筋，上腕二頭筋，前腕筋，腹直筋，大腿直筋，前脛骨筋，腓腹筋の計7箇所でUS

（12MHzリニアプローブ）を用いて短・長軸で筋厚を測定し，Image Jを用いて筋輝度を解
析した．CTでも同部位の筋厚を測定した．臨床重症度はFSHD clinical score（CS）と筋力

（MMT）で評価した．呼吸機能検査を座位で行い，%肺活量（%VC），%努力肺活量（%FVC），
Peak Cough Expiratory Flow（PCEF）を計測した．【結果】CSは8.7±4.4で筋力と負の
相関を認めた．USでの上腕二頭筋の筋厚は，CSと負の相関，筋力と正の相関，筋輝度は
CSと正の相関，筋力と負の相関を認めた．筋障害に左右差がある例では，筋厚や輝度も左
右差を認めた．また，CTで萎縮・変性により観察困難例でも，USで評価ができた．左右
僧帽筋の筋輝度と%VC，%FVC，PCEFで負の相関を，右腹直筋輝度とPCEFで負の相関
を認めた．【結論】USではFSHDで特徴的な筋障害の左右差を確認できた．上腕二頭筋で筋
輝度や筋厚はCSと相関が認めたが，他筋ではなかった．使用するプローブや測定方法の影
響を受けやすいが，USの定性的評価は臨床的に有用で価値がある．

P1-47-5
進行期筋強直性ジストロフィーにおける徐脈の実態
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）1、笹ヶ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）1、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）1、
渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,2

1NHO 大牟田病院脳神経内科、2NHO 大牟田病院神経病理センター

【目的】筋強直性ジストロフィー（DM）では心伝導系の障害による徐脈が必発であるが、早
期から不整脈が問題になった症例ではペースメーカー挿入がゴールデンスタンダードとさ
れるが、進行期での徐脈の治療に関する報告は少ないため、実態が明らかになれば、今後
の臨床において有用と考える。【方法と対象】長期療養患者中の進行期DM症例を後方視的
に横断的に治療を含めてその実態を検討することにした。【結果】新規にペースメーカーを
挿入された例はなく、シロスタゾール投与例が多く、テオフィリン内服例はなかった、ツ
ロブテロールテープが選択されている例もあった。いずれも投与前より脈拍は増加してお
り、徐脈に対する効果は得られていたと考えられたが、心機能改善や心不全顕在化の予防
効果は明らかではなかった。【考察】徐脈に対して適応のある薬剤はアトロピンやイソプロ
テレノールなどの注射剤（アトロピンは内服薬もあるが口渇などの抗コリン作用のため連用
は難しい）であり、長期投与は現実的ではないため、不整脈薬物治療ガイドラインや過去の
報告例を参考に、合併症の治療もかねて治療薬が選択されていた。DMでは高脂血症を高頻
度に合併し、脳梗塞、閉塞性動脈硬化症などの合併症もあり、抗血栓剤としてアスピリン
やクロピドグレルではなく、シロスタゾールを選択した症例が散見された。また頻回の誤
嚥による喘鳴などの呼吸器症状に対症療法として、かつ心房細動や深部静脈血栓症ですで
に抗凝固剤服用中などで、管理が煩雑なテオフィリンでなくツロブテロールテープが選択
されている例もあった。

P1-47-4
左室駆出率が低下した心不全を合併したベッカー型筋ジストロフィーに対
するサクビトリルバルサルタンの当院での使用経験
桐場∙千代（きりば∙ちよ）1、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）1、桑田∙敦（くわた∙あつし）1、大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）1、
伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）1、津谷∙寛（つたに∙ひろし）1、鈴木∙友輔（すずき∙ゆうすけ）2

1NHO あわら病院内科、2NHO あわら病院総合診療科

【背景】筋ジストロフィーに合併した左室駆出率が低下した心不全（HFrEF）においてもACE
阻害薬及びβ遮断薬の有効性が報告されている。サクビトリルバルサルタン（SV）はHFrEF
を対象としたPARADIGM-HF試験において複合エンドポイント（心血管死亡・心不全入院）
をACE阻害薬エナラプリルに比し約20％有意に抑制した。しかしながらHFrEFを合併し
たベッカー筋ジストロフィー（BMD）におけるSVの有用性については海外にて数例の報告
が散見されるのみで、国内での報告はまだ少ない。【症例】60歳台男性。小児期にBMDと
診断され、50歳時にHFrEFが顕在化しエナラプリル、ビソプロロールおよび利尿薬など
の投薬治療を開始されたが、今回当院入院中にさらに心不全症状の悪化が認められたため、
エナラプリルからSVへの変更を行った。SV一日量100mg から開始したが、低血圧の為
それ以上の増量は困難であった。開始後12か月の経過で心エコー所見改善（LVEF;34％か
ら46%、LAVI;63か ら39mm、TAPSE;17か ら21mm, SPWMD;398か ら277msec）、
NTproBNP値低下、及びホルター心電図では心室期外収縮の総数低下とNSVTの消失を認
めた。【総括】本症例において、SVはHFrEFを合併したBMDにおいて心機能改善、血清学
的ホルモンレベル改善、および心室性不整脈改善を促進した可能性を示した。【結語】私た
ちの経験は、SVがHFrEFを合併したBMDにおける効果的かつ安全な薬理学的選択肢にな
る可能性があることを示唆すると考えここに報告する。
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P1-48-3
遠位型筋ジストロフィー患者の呼吸器離脱期への関わり～看護師による呼
気介助の実施～
山本∙祐歌（やまもと∙ゆうか）、藤平∙しおり（ふじひら∙しおり）

NHO 宇多野病院看護部一般急性期

【はじめに】窒息により人工呼吸器管理となった遠位型筋ジストロフィー患者への計画的な
離床と看護師による呼気介助により呼吸状態が改善し、人工呼吸器が離脱できたので報告
する。【倫理的配慮】個人情報保護等について文書と口頭で説明し承認を得た。【対象】80歳
代男性、窒息により人工呼吸器管理となったが電動車いすでの生活を希望されている。【目
的】看護師の呼気介助により長時間人工呼吸器の離脱ができる。【実施】呼吸器離脱初日に車
椅子へ移乗した際、呼吸苦と疲労感から離床に対し消極的になった。離床に対する意欲が
減退しないように多職種で身体的・精神的状態をアセスメントし、呼吸状態を評価しなが
ら離床を進め、15日目には3時間離床可能となった。更に長時間の離床を目指し患者を励
まし続け、呼吸機能改善のため人工呼吸器離脱前に看護師による呼吸介助を毎日実施した。
20日目には8時間以上の人工呼吸器離脱ができ、最大呼気流量も2倍に増加し呼吸状態が
改善した。【考察】人工呼吸器管理下の患者は大きな精神的苦痛を抱えている事が多い。こ
の患者も不安が強く離床に消極的であったが、看護師の精神的な支えと医療的な視点で患
者を多角的に捉え、多職種と情報共有しながら呼吸介助を進めた事で呼吸状態の改善に繋
がったと考える。また、看護介入のタイミングを図り早期から関わったことで、意欲的に
離床ができ患者の希望である電動車いすへの移乗にも繋がったと考える。【まとめ】呼吸筋
力低下による人工呼吸器管理となった患者に対し、患者も医療者も前向きに関わることで
人工呼吸器離脱と早期離床に繋ぐことができる。

P1-48-2
筋強直性ジストロフィー患者の非侵襲的陽圧換気療法導入における関わり
について～ケアの意味を見つめる事例研究
中橋∙有紀（なかはし∙ゆき）1、水田∙孝子（みずた∙たかこ）1、山本∙一乃（やまもと∙かずの）1、廣瀬∙美由紀（ひろせ∙みゆき）1、
加藤∙万里代（かとう∙まりよ）2

1NHO 東名古屋病院脳神経内科、2NHO 医王病院看護部

【はじめに】精神発達遅延を伴う筋強直性ジストロフィー（以下DM）患者本人とその家族が
希望されたNIPPV導入で、導入開始後に拒否されるようになったが、関りの結果、装着が
できた事例について振り返り、どのような関りが必要であったかを明らかにする。【目的】
精神発達遅延を伴うDM患者のNIPPV導入について、どのような関りが必要かを明らかに
する。【症例】40歳台、男性。遠城寺式乳幼児分析的発達検査、言語理解4歳、発語は3歳
程度、運動社会性は身体機能障害があり判断不能。【方法】「ケアの意味を見つめる事例研究」
に沿って、初期4月26日～ 5月8日、中期5月9日～ 6月12日、後期6月13日～ 7月7
日とし、関りを振り返り検討した。【結果・考察】初期では、装着に伴う痛みへの取り組みを、
看護師、臨床工学技士で実施したが、拒否が続いた。中期では、多職種で患者のADL,上肢
の動作、内面的な情報、性格傾向の理解を深め、関り方を検討した。患者の気持ちを第一に、
無理強いはせず、寄り添いながら装着練習を始めた。後期には、関りを重ね、NIPPVを就
寝時から起床時まで装着ができるようになった。多職種で、それぞれの強みを生かし、患
者の特性や気持ちを考えながら継続して関われたことが、NIPPV装着ができた理由と考え
る。【結論】精神発達遅延を伴う個性の強いDM患者にNIPPVを導入するには、患者の気持
ちに寄り添いながら、多職種による多面的な介入が必要である。

P1-48-1
認知症状のある筋強直性ジストロフィー患者との関わり方に関する文献検討
市村∙優海（いちむら∙ゆうみ）1、清川∙朱音（きよかわ∙あかね）1、持田∙沙菜（もちだ∙さな）1、中本∙陽也（なかもと∙はるや）1、
渡邉∙真紀（わたなべ∙まき）1、菊池∙麻由美（きくち∙まゆみ）2

1NHO 箱根病院看護部、2東邦大学看護学部

【はじめに】当院は神経・筋難病を専門とする病院であり、療養介護病棟として120床を有
している。入院患者の約15％が筋強直性ジストロフィー（以下MyDとする）患者である。
私たちは複雑な事象の理解が困難な認知症状を合併するMyD患者への対応に困難を感じ
た。【研究目的】認知症状のあるMyD患者への関わり方を明らかにし、対応方法について検
討する。【研究方法】研究デザイン：文献検討。【結果】4件の文献から抽出した項目を1［無
気力という先入観を持たず、支持的態度で個人の特徴を理解し個別性のある、趣味が拡大
できるような介入］、2［孤立しやすいためスタッフの目の届く病室に移動したり、行事の
お知らせをしたり、催し場所へ連れていく］、3［認知機能を可視化するためには、スクリー
ニングテストなどの数値化できるテストを行う］、4［X線、CTでは脳の形態と捉えること
は可能であるが、脳の生理的活動はとらえることができないため検査結果を鵜呑みにしな
い］のカテゴリーに分類した。【考察】1看護師はMyD患者が無気力であると先入観を抱く
傾向があるが、実際は消極的な活動は行っており、一概に「無気力」とは言えないと考える。
2MyD患者個人の特徴を理解し介入することで活動の幅が広がると考える。3今回のように
患者の対応に困る際は、まず認知機能を点数化し、結果に合わせた対応が望ましいと考える。
4テストと検査結果を併せて検討するとよいと考える。【結論】無気力という先入観を持たず
に介入することが重要。患者個人の特徴を理解し、個別性に合わせた社会参加ができるよ
うな提案をするなどの介入が有効である。認知機能を数値化し可視化することで共通理解
につながる。

P1-47-8
病状の進行により呼吸機能の低下している神経筋難病患者におけるQOL
向上に向けて-SEIQoL-DWを用いて-
渡邊∙萌（わたなべ∙もえ）、品田∙夏芽（しなだ∙なつめ）、長部∙幸奈（おさべ∙ゆきな）、芳賀∙美咲（はが∙みさき）、
須田∙真菜美（すだ∙まなみ）、山本∙香子（やまもと∙こうこ）、中谷∙千穂（なかや∙ちほ）、桑原∙直裕（くわはら∙なおひろ）、
神田∙雪枝（かんだ∙ゆきえ）

NHO 新潟病院脳神経内科

【目的】NPPV装着時間の延長により車椅子乗車時間と趣味活動時間が短縮した患者に対し
てSEIQoL-DWを用いて、大切にしていることを明らかにする。

【方法】60代男性、40年以上入院中の患者にSEIQoL-DWを用いてSEIQoL index score
を算出し、Cue1 ～ 5を分析する。

【結果】A氏のSEIQoL indexは以下に記す。1体調のレベル76、重み35、レベル×重み
26.60。2心配事のレベル76、重み25、レベル×重み19.00。3趣味・楽しみのレベル
76、重み25、レベル×重み19.00。4勉強のレベル55、重み10、レベル×重み5.5。5
家族のレベル55、重み5、レベル×重み2.75。SEIQoL index72.85。

【考察】A氏はNPPV装着時間が延長したため、車椅子乗車時の趣味活動時間は短縮した。
しかし、今回のSEIQoL index scoreは72.85と高い数値であった。体調が26.60と最も
高く、満足度が高いことが分かった。NPPV装着により呼吸苦が改善され、体調が安定し
ていることから心配事もなく過ごせていると考える。また、3趣味・楽しみでは車椅子乗車
時間が短縮したにもかかわらず19.00と我々の予想より満足度の高い結果を得た。その要
因は、多職種で関わり趣味活動をベッド上でも可能にしたことが大きく関係したと考える。
NPPVを装着しながら実施できる趣味を見つけており、さらに充実した暮らしができるよう
に勉強したいという次の目標も持てていると考える。

【結論】A氏は病気の進行により呼吸機能の低下があるが、NPPV装着により呼吸苦が改善
され、体調が安定した状態でベッド上でもできる趣味活動を行えている。趣味活動は、様々
な関わりをもち社会参加をすることができ、人間関係の満足、幸福感を得ることにつながる。
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P1-48-7
慢性期療養型病棟における看護師の急変時対応に対する不安の内容
清水∙宥吾（しみず∙ゆうご）1,2、中島∙威人（なかしま∙たけひと）2、片山∙めぐみ（かたやま∙めぐみ）1、松井∙常二（まつい∙じょうじ）1、
北川∙智（きたがわ∙とも）1

1NHO 北陸病院看護科、2NHO 富山病院看護科

［目的］当病棟の看護師を対象に「急変時対応の不安の有無」についてアンケート調査を行っ
た結果、全員が「急変時対応への不安がある」と回答した。急変時対応に抱く不安の内容を
明らかにすることで各々の看護師に則した不安の軽減方法に対する示唆を得ることができ
るのではないかと考えた。そこで、今回慢性期療養型病棟における看護師が急変時対応に
抱く不安の内容を明らかにする。［方法］看護師9名を対象に、半構造化面接を行った。急
変場面に遭遇した時に感じたことや考えたことについて語られた部分を取り出し、質的帰
納的にカテゴリー化した。［結果］急変時対応における不安の要因は、経験部署によって各々
違いがあった。慢性期病棟での勤務が長い看護師は【急変に対応できるだけの知識・技術を
持ち合わせていない】という不安を持っていた。また急変時対応を振り返り【急変対応の経
験がその後の自信につながっていない】と次の急変時対応への不安や過去の対応を悔いる思
いが語られた。さらに急性期病棟を経験してきている看護師は患者の【急変時に自身に課せ
られる役割を担う自信や余裕がない】とリーダーシップを発揮することや急変場面において
周囲に気を配る余裕のなさを語ると同時に、【チームとして急変対応力が不足していること
を自覚】し不安を感じていた。［考察］急変時対応に対する不安は、今までの看護師経験や経
験部署によって内容が異なることが考えられた。急変時対応は1人で行うものではないから
こそ、まずは病棟単位でチームの実践力を底上げする取り組みが必要であると考える。そ
のため経験の差がもたらす格差を埋めることは不安の軽減につながるのではないかと示唆
された。

P1-48-6
延命治療を希望しない非がん患者への看護～筋萎縮性側索硬化症患者への
緩和ケア～
谷池∙美佳（たにいけ∙みか）、上野∙歩美（うえの∙あゆみ）、直江∙章子（なおえ∙しょうこ）

NHO 兵庫中央病院脳神経内科

【はじめに】延命治療を希望しない筋萎縮性側索硬化症患者が、「死にたい」と訴えた。私達
は患者の苦痛に向き合い、非がん患者への緩和ケアに取り組んだ。患者のQOLを高める支
援を行い、苦痛を緩和し、思いを叶える時間を持つことが出来たため事例を報告する。【倫
理的配慮】個人が特定されないように説明し、同意を得た。【看護の実際】A氏は呼吸困難が
あり、麻薬と抗不安薬を経口内服していたが、経口内服が困難となり、精神状態が不安定
となった。「何のために生きているのか」「呼吸がしんどいから死にたい」と自ら呼吸器の電
源を切る行動がみられた。そこでJonsen4分割シートを用いて支援を検討した。呼吸困難
を軽減するために経口内服から貼付剤へ変更。不安に対し、付き添い、夜間眠れるように
セレネースの点滴を実施。身体的苦痛を緩和し、「散歩に行きたい」「アイスを食べたい」「家
族に会いたい」という思いを叶える支援を行った。その結果A氏からは「気分転換になる」「満
足」と言葉があり、笑顔が見られた。【考察】非がん患者への緩和ケアに取り組むにあたり、
Jonsen4分割シートを用いたことで、患者を全人的にとらえ、多角的な視点で意見交換が
でき、QOL向上に必要なことが明確になった。まず、身体的苦痛を緩和することで精神的・
社会的苦痛を緩和するための欲求を引き出すことができ、身体的・精神的・社会的苦痛を
緩和することで患者のQOLを高めることができた。【まとめ】Jonsen4分割シートを用い
たことで情報を整理でき、対象理解が深まった。その結果A氏のQOLを高める支援を見出
すことができた。今後も患者の意思を尊重し、患者がよりよく生きることを支えていきたい。

P1-48-5
進行性の神経変性疾患を患う長期入院患者の意思決定支援における看護師
の役割　～ NPPV導入を決定した1事例を振り返る～
滝∙彩香（たき∙あやか）、半田∙紗弥佳（はんだ∙さやか）、中川∙萌（なかがわ∙もえ）、川場∙美紀（かわば∙みき）、澤田∙透（さわだ∙とおる）

NHO 医王病院看護部

【目的】呼吸器装着に対して患者・家族の統一した意思決定ができるよう支援を行った。こ
の症例から看護を振り返り、進行性の神経変性疾患で長期療養している患者の意思決定を
支える看護師の役割を明確にすることを目的とする。

【症例】A氏：40代女性、Machado Joseph病。医学的には非侵襲的陽圧換気（以下、
NPPVとする）適応である。キーパーソンは母親であり、気管切開・人工呼吸器装着まで希
望していた。本人はNPPV装着練習のみ同意されていたが、意向ははっきりしていなかっ
たため、JONSENの4分割法に基づく臨床倫理検討を実施した。介入の結果、NPPV装着
の意思決定に繋がり、家族も本人の希望に沿うことに同意される。

【方法】本症例における患者・家族の言動や臨床倫理検討内容をカテゴリー分析し、意思決
定支援における看護師の役割を明らかにする。

【結果】多職種で現状や阻害要因、適した対応を導き出したことが意思決定支援へと繋がっ
た。また家族役割が変化し、息子も支援者として考えたことにより、外出機会を設けて患者・
家族間での病状理解・意思決定に繋がったと考える。NPPV装着練習を継続でき、患者自身
が今後の見通しをもつことができるようになった。

【結論】進行性の神経変性疾患を患う長期療養患者は病状だけでなく、取り巻く環境も変化
していくため、現在の状況を捉え、アセスメントしていく必要がある。看護師が患者や周
囲の環境に変化を感じた場合は、多職種でそれを共有できるよう働きかける。患者・家族
のニーズを捉え、個々に応じた療養方法を検討して支援するために、看護師としてヘルス
ケアシステムについての理解に努め続ける必要がある。

P1-48-4
筋萎縮性側索硬化症（amyotrophic lateral sclerosis : ALS）患者の告知
前後から意思決定における心理的反応について
鹿内∙裕恵（しかない∙ひろえ）1,2、大熊∙彩（おおくま∙あや）1、阿部∙達哉（あべ∙たつや）1、岩滿∙優美（いわみつ∙ゆうみ）2、
今井∙富裕（いまい∙とみひろ）1

1NHO 箱根病院神経内科、2北里大学大学院医療系研究科医療心理学

背景：ALS告知の受容は患者により異なり，医療処置に係る意思決定に苦悩する．目的：
意思決定に影響を与える患者背景や告知後の心理反応を検討する．対象・方法：患者3例に
面接を行い，患者背景，人生観などを聞き取った．結果： 症例A : 72歳女性．単身で子供
を養育し，責任感・自立心が強い．当初医療処置は希望せず．対話，面接により，医療処
置の必要性を認識し胃瘻造設を受け入れた．症例B：80歳女性．養父の元で育ち，高校卒
業後は家族から独立し，自身の家庭を得た．子供が独立後は夫と2人暮らしであった．告知
後は受容ができず，全ての医療処置を拒否した．面接時，疾患の話題になると流涙し無言
となり，自身の思いを語ることを避けた．症例C：76歳男性．長男で家業を継承した．診
断時すでに呼吸不全であったことから，NPPVが導入された．当初から受容は不十分であっ
たが，対話の中で会社の将来を見守りたいという希望を聞き出した．会話不能となるTPPV
は拒否したまま，在宅療養を継続したが呼吸不全が増悪し，TPPVを受容した．考察：症例
Aは，他者への負担を避けるために全ての医療処置を拒んだが，対話を繰り返すことで、思
いが整理され，胃瘻造設を受容した．症例Bは，自身の思いを表出しない傾向があると考え
られた．疾患受容ができず引き続き対話の継続をする必要がある．症例Cは，対話の継続
により徐々に疾病を受容し，継承してきた家業への心配や人生観を整理することができた．
告知直後は，患者は気持ちを整理することが困難である．心理反応は様々ではあるが，心
理職による対話は，患者に人生観を振り返る機会を与える可能性があり，意思決定の一助
となる．
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P1-49-3
遷延する低血糖に対してレボカルニチン補充が著効した透析患者の1例
立石∙千咲（たていし∙ちさき）1、矢口∙武廣（やぐち∙たけひろ）1、加茂∙章弘（かも∙あきひろ）2、山下∙克也（やました∙かつや）1

1国立療養所沖縄愛楽園薬剤科、2NHO 鹿児島医療センター薬剤部

【背景】透析を受けている末期腎不全患者では種々の要因によってカルニチン欠乏症となり
やすい。カルニチン欠乏症状は多岐にわたるがそのうちの1つとして低血糖が知られてい
る。今回低血糖が遷延した透析患者に対してレボカルニチンを投与することで症状の改善
がみられた症例を経験したので報告する。【症例】75歳女性、12年前より糖尿病性腎症悪
化に伴い週3回の透析開始。BMI：29.6、既往歴：高血圧症、慢性動脈硬化症、脳梗塞、
ハンセン病【臨床経過】明確な要因なく徐々に食事摂取量が低下し、低血糖、傾眠傾向を認
めた。50％ブドウ糖液を投与するも低血糖は遷延し、糖加酢酸リンゲル液の持続点滴が開
始された。カルニチン欠乏症を疑った薬剤師よりカルニチン分画の検査を提案、検査を行っ
た結果カルニチン欠乏症と診断され、経口レボカルニチン製剤が3000mg/日で開始され
た。徐々に食事量は改善したため、持続点滴は終了となり、血糖が安定した後にカルニチ
ン分画を評価し1000mg/日週3回（透析後）に減量された。その後は低血糖なく経過して
いる。【考察】当初は低血糖遷延の原因が不明であり、透析の限界による全身状態悪化と考
えられたが、薬剤師がカルニチン欠乏に伴う低血糖を疑うことで確定診断に至った一例で
あった。透析によるカルニチン欠乏への経口レボカルニチン製剤の推奨投与量は定まって
おらず、本症例では低血糖の早期改善を目指して最大量での投与を行った。その結果、低
血糖は改善し副作用も認められなかった。透析患者において低血糖を認めた場合はカルニ
チン欠乏も疑う必要があり、また定期的なカルニチン分画評価が必要と考えられた。

P1-49-2
右末梢性顔面神経麻痺による嚥下障害のある患者への嚥下訓練方法の習得
指導を行った効果
野中∙優（のなか∙ゆう）

NHO 東佐賀病院包括ケア病棟

【目的】右末梢性顔面神経麻痺による嚥下障害のある患者へ嚥下訓練の指導を行うことで、
嚥下訓練方法の習得につながったのかを明らかにする【方法】対象：80歳代　女性　右末梢
性顔面神経麻痺期間：令和5年6月16日～令和5年7月31日調査方法：嚥下訓練チェック
リスト・食事摂取量・SPO2・患者の言動分析方法：準備期と口腔期の障害に有効な嚥下体
操（1.食べる前の準備体操2.嚥下おでこ体操3.顔のマッサージ）の用紙を準備し、嚥下体操
の実施・習得状況を嚥下訓練チェックリストへ記入し評価とした【結果】準備期と口腔期の
障害に有効な嚥下体操の指導を行い、指導のもと実施できた28.6％、声かけで実施できた
57.1％、自力でできた14.3％、指導・声かけしてもできなかった0％であった。介入当初は、
看護師の指導の下嚥下体操を実施、徐々に声かけのみで実施できるようになり、自ら進ん
で嚥下体操の用紙を見ながら体操する姿がみられた。食事摂取量、SPO2共に変化はみられ
なかった。【考察】視覚からアプローチを行ったことは、看護師の統一した指導やA氏の積
極的な行動に繋がり、新たな知識を得るには、視覚からのアプローチが最も有効であると
考える。また、食事摂取量・SPO2共に大きな変化はみられず、問題なく食事摂取すること
ができたことは嚥下機能の維持に繋がっていると考える。【結論】1.嚥下障害の生じている
部位を明確にし、嚥下体操の指導を行ったことで嚥下機能の維持に繋がった。2.嚥下体操
の用紙を参考にしながら自ら取り組む姿勢がみられたことは効果的な指導方法である。

P1-49-1
肺癌術後患者にMCT食を提供し乳糜胸水が改善した一症例
川藤∙早也香（かわふじ∙さやか）、藤田∙真奈（ふじた∙まな）、末岡∙園子（すえおか∙そのこ）、陰山∙和那（かげやま∙かずな）、
小山∙塁（こやま∙るい）、竹中∙理恵（たけなか∙りえ）、渡邉∙元嗣（わたなべ∙もとつぐ）、別府∙成人（べっぷ∙なりひと）

NHO 岩国医療センター栄養管理室

【背景】当院の胸部外科では肺癌患者に対し、年間約100件の手術を施行している。リンパ
節郭清を伴う術式の場合、合併症の一つとして稀に乳糜胸水を生じることがある。乳糜胸
水とは脂質やリンパ球を多く含む胸水が胸腔内に貯留することを指し、乳糜漏れが継続す
ると胸腔ドレーンが抜去できない上、免疫力の低下や低栄養状態を引き起こす懸念がある。
中鎖脂肪酸（MCT）は胸管を経由せず門脈経由で肝臓へ運ばれるため、乳糜胸水の減少に有
効である。今回、肺癌術後患者にMCT食提供を行い、乳糜胸の保存的治療に成功した一
例を経験したので報告する。【症例】77歳女性、右上葉肺癌および中葉肺癌の多発肺癌疑い
で、精査・加療目的に当院へ紹介となった。併存症として慢性閉塞性肺疾患と糖尿病があっ
た。【経過】胸腔鏡下右中葉切除および上葉区域切除術施行した。手術翌日に食事を再開し
た際、乳糜所見が見られたため同日夕食よりMCT食（E:1300kcal Pro:50g Fat:31g脂質E
比22％うちMCT43％）へ変更した。変更後は徐々にドレーン排液量は減少し、色調も黄色
透明～漿液性となった。術後7日目に胸膜癒着療法を施行した後、翌日にドレーンを抜去し
た。抜去5日後、胸部レントゲンでは胸水貯留は軽度であった。退院後もMCT食の継続指
示があり、栄養指導を実施し術後21日目に退院となった。尚、入院中食事摂取量は10割
であった。退院から1か月後の胸部レントゲンで胸水貯留に著変なく、MCT食は解除となっ
た。その後も胸水貯留は認めていない。【結語】今回、肺癌術後乳糜胸合併患者にMCT食を
提供することで乳糜胸水が改善する症例を経験した。治療チームの一員として、栄養士に
出来るサポートを続けたい。

P1-48-8
神経内科病棟の退院指導の現状～質問紙調査を実施して～
頓所∙史恵（とんしょ∙ちかえ）、高橋∙健太（たかはし∙けんた）

NHO 西新潟中央病院看護部

【はじめに】A病棟は長期入院患者が多く、看護師は退院指導をする機会が少ない。そのため、
患者のニーズに沿った退院指導ができていない。そこで、神経内科病棟の退院指導に対す
る現状を明らかにすることを目的に質問紙調査を実施し病棟看護師の技術や知識、問題点
を明らかにしたので報告する。【研究方法・分析】A病棟に勤務する経験年数3年以上の看護
師に自記式質問紙調査を行った。分析は自由回答については記載内容を一文章意味ある単
位にコード化し、類似性に基づいてカテゴリー化した。【結果】質問紙は回収率73%であっ
た。分析の結果3つのコアカテゴリー〈A病棟看護師の困難〉〈退院指導に関するシステム〉〈在
宅看護の理解〉が生成された。【考察】入退院や退院指導の件数が一般病棟より少なく退院指
導経験の少なさから自身の退院指導に自信が持てず、〈A病棟看護師の困難〉があった。〈退
院指導に関するシステム〉は、退院指導に関する『マニュアルがない』ことで指導方法に不安
を感じているスタッフが多かった。マニュアルを作成することで、経験や知識が少なくて
も統一した退院指導を行え、退院指導の質の向上に繋がると考える。〈在宅看護の理解〉は、
退院患者の在宅環境を訪問看護ステーション看護師・リハビリスタッフと情報共有してい
くことで退院指導が充実すると考えられる。【結論】経験年数に関係なく退院指導に不安が
あるスタッフが多かった。退院指導に関する不安などを軽減するためにはマニュアルを作
成する必要がある。
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P1-49-7
当院の重症心身障害児（者）病棟におけるNSTの現状と今後の展望
北村∙渚（きたむら∙なぎさ）、小野∙菜月（おの∙なつき）、内田∙詩織（うちだ∙しおり）、田口∙和仁（たぐち∙かずひと）

NHO 福岡病院栄養管理室

【目的】当院の重症心身障害児（者）病棟（以下重心病棟）でのNST活動は診療報酬改定を受け、
2022年5月より算定を開始し、NSTラウンドを月1回から週1回へ変更した。今回、重心
病棟でのNST介入患者の傾向を捉える為、介入前後の変化について検討したので報告する。

【方法】2021年4月～ 2023年3月の間にNST介入を行った18例（重複あり）について介入
目的、介入期間、検査値の変化、終了時評価をまとめた。【結果】介入目的は体重管理が8
例（45％）、栄養投与内容検討が4例（22％）、栄養状態改善が4例（22％）だった。介入期
間は平均241.3日だった。血清Alb値は上昇が8例、不変が3例、低下が7例だった。終了
時評価は改善10名、不変6名、悪化2名だった。【まとめ】重症心身障害児（者）の栄養管理
は少ないエネルギー量の変更でも体重が大きく変化することがあり、体重管理に苦慮する
症例が多いことが分かった。NSTラウンドの回数が増加したことで、患者の栄養状態をよ
り深くみることができるようになった。また、NSTリンクスタッフだけではなく、病棟ス
タッフの栄養に関する興味も増え、重心病棟でのNST勉強会の回数増加や栄養に関する相
談も多くなった。重心病棟のNST介入の傾向や症例を知ることで、患者の栄養状態や体格
の変化を見逃さず、早めの栄養介入を行っていくことができると考える。NSTリンクスタッ
フだけでなく、スタッフ全員が栄養状態を確認し、NST介入が必要な患者を拾い上げてい
ける体制を整えていきたい。

P1-49-6
当院におけるNST活動の取り組みについて～ NSTの加算対象拡充を受け
て～
小山∙穂乃佳（こやま∙ほのか）1、右野∙久司（みぎの∙ひさし）1、石谷∙捺美（いしたに∙なつみ）1、田中∙仁志（たなか∙ひとし）2、
土井∙さおり（どい∙さおり）3、片岡∙康子（かたおか∙やすこ）4、太田∙真紀子（おおた∙まきこ）5、橘∙洋正（たちばな∙ひろまさ）6、
甲斐∙亜沙子（かい∙あさこ）7、山地∙聡子（やまじ∙さとこ）8

1NHO 南京都病院栄養管理室、2NHO 南京都病院リハビリテーション科、3NHO 南京都病院薬剤部、 
4NHO 南京都病院看護部、5NHO 南京都病院脳神経内科、6NHO 南京都病院呼吸器内科、 
7NHO 南京都病院小児科、8元NHO 南京都病院栄養管理室

【はじめに】2020年度以降、診療報酬改定により、NSTの加算対象病棟が拡充された。【目
的】当院におけるこれまでのNSTの対応状況について振り返り、現状の把握と今後の課題設
定に繋げる。【方法】コメディカルによるNST対象患者抽出方法の見直しを行い、周知する。

【結果】NST対象者の抽出強化により加算対象者を的確に抽出でき、加算件数増加に繋がっ
た。一方で、介入患者数が増加したことにより、カンファレンスに時間がかかる、業務量
が増えるといったデメリットもみられた。【考察】NSTはチーム医療として院内に浸透し、
新規依頼件数は増加した。また、終了基準を明確にして新規と終了のバランスをとることで、
加算件数を落とさず対応患者数をコントロールすることができた。

P1-49-5
NST介入終了後の実態調査
濱地∙菜 （々はまち∙なな）1、石橋∙聡（いしばし∙さとし）1、松下∙めぐみ（まつした∙めぐみ）1、安部∙友範（あべ∙とものり）2

1NHO 佐賀病院栄養管理室、2NHO 佐賀病院内科

【目的】栄養サポートチーム（以下、NSTと略）の介入後、食事摂取量や栄養状態改善で介入
終了した症例の予後について実態把握を行うことを目的とする。【方法】2023年10月から
2024年3月までの期間、当院にてNST介入した37名のうち、食事摂取量や栄養状態改善
のためNST介入終了した19名の症例について退院までの摂取エネルギー量評価、NST介
入終了後の管理栄養士の介入状況の実態調査を行った。【結果】NST介入終了した19名の
うち、介入終了時の摂取エネルギー量が必要エネルギー量を5名（26.3％）が充足例、14名

（73.7％）が不足例であった。介入終了時から退院時までの摂取エネルギー量を比較すると、
死亡退院2名を除き11名（64.7％）が増加、4名（23.5％）が維持、2名（11.8％）が減少で
あった。不足例14名のうち、死亡退院2名を除き退院前までに摂取量が6名（50.0％）は増
加し充足、3名（25.0％）は増加したが不足、1名（8.3％）は維持したまま不足、2名（16.7％）
は減少し不足であった。充足例5名は、全例退院まで摂取量を維持することができていた。
NST介入終了後の管理栄養士の介入は2症例で摂取量評価や食事調整を実施していた。【考
察】NST介入終了時必要量は不足していても、NST介入中に食事摂取量改善がみられ、身
体状況や認知機能等を考慮し、改善・維持が見込まれ介入終了となった症例は、退院時の
食事摂取も継続して概ね良好であると考えられる。しかしながら介入終了後、食事摂取量
減少や状態悪化の症例もあったことから、管理栄養士による栄養介入の強化が課題として
あげられる。

P1-49-4
大腿骨頸部骨折術後患者に対してリハビリテーション栄養ケアプロセスを
用いた介入経験
松山∙寛貴（まつやま∙ひろき）1、吉添∙直輝（よしぞえ∙なおき）2、斉藤∙雅哉（さいとう∙まさや）1、青戸∙克哉（あおと∙かつや）3

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2国立精神・神経医療研究センター病院栄養管理室、 
3NHO 霞ヶ浦医療センター整形外科

【背景】大腿骨近位部骨折術後における栄養障害は多くみられ、日常生活動作能力や転帰先
に影響するとされている。【目的】栄養障害のある人工骨頭置換術後患者に対するリハビリ
テーションケアプロセスの有用性を検討する。【症例】左大腿骨頸部骨折に対して人工骨頭
置換術を施行された80代女性。身長158cm、体重53．7kg、Body　Mass　Index（以下
BMI）21．5kg ／ m2、握力14．2kg、下腿周径（以下CC）30．2cm、必要エネルギー量
1350kcalであった。【経過】術後2週までは順調にADLは向上したが、急性肝障害を認めた。
術後4週時点で入院時と比べ1．2kgの体重減少がみられ、CC29．0cm、摂取エネルギー
量900kcalであった。短期ゴールは2週で屋内歩行伝い歩きADL自立、長期ゴールは1 ヵ
月体重1kg増加、シルバーカー歩行で500m歩行自立と設定した。介入方法は食事内容を
本人の嗜好に合わせたものへ変更、栄養補助食品の追加（BCAA）、栄養補助食品摂取後の
リハビリ介入を行った。介入2週間後には摂取エネルギー 1560kcalと充足し、体重53．
1kg、CC30．1cm、BMI21．3kg ／ m2と改善がみられ、院内伝い歩きや杖歩行自立が可
能となった。【考察】栄養管理については個別の対応や介入前のBCAA摂取が重要とされて
おり、食事内容の変更、リハビリ介入のタイミングの変更を行ったことにより栄養状態の
改善が示唆された。【結語】食事内容変更やリハビリ介入のタイミング調整で栄養状態が改
善傾向となり、部分的にSMARTなゴールが達成できた症例であった。
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P1-50-3
上肢骨折をした独居高齢者が抱く退院後の生活上の困難感
佐々木∙芳恵（ささき∙よしえ）、濱崎∙睦美（はまさき∙むつみ）、小田∙恵子（おだ∙けいこ）、岡本∙美保（おかもと∙みほ）、
田中∙雅美（たなか∙まさみ）

NHO 関門医療センター看護部地域包括ケア病棟

キーワード：退院支援　独居高齢者　困難感　上肢骨折【研究目的】上肢骨折手術後の独居
高齢者が抱く退院後の困難感を知り退院支援する際の示唆を得る。2【研究方法】令和5年
4月から令和5年10月の期間にA病院に入院した上肢骨折手術後の患者で、研究に同意を
得られた独居後期高齢者4名を対象とした。インタビューは1名につき20分とし、インタ
ビューガイドを用いて退院後に実施。語りの内容から逐語録を作成しコード化した。類似
したコードをサブカテゴリー化し、共通した内容をカテゴリー化した。【倫理的配慮】A院
倫理審査委員会で承認後、文書で説明し同意を得た。【結果・考察】分析の結果、67コード
12サブカテゴリーから＜上肢骨折に伴うADLの低下＞＜基礎疾患に伴うADLの低下＞他
者や社会との繋がり＞＜知識不足＞＜今後の生活へ不安＞の5つのカテゴリーが抽出され
た。＜上肢骨折に伴うADLの低下＞については、瓶の蓋を開ける器具を使用したり足を使
うなどの代償行為により活動可能な範囲で生活していると考える。介護保険やサービスに
対する＜知識不足＞から社会資源を活用できていない独居高齢者もいる。入院中から退院
後を見据えて多職種が連携し、生活機能の回復に応じた退院支援を実践する必要がある。【結
論】1．上肢骨折手術後の独居高齢者が抱く困難感は＜上肢骨折に伴うADLの低下＞＜基礎
疾患に伴うADLの低下＞＜他者や社会との繋がり＞＜知識不足＞＜今後の生活へ不安＞で
あった。2．生活機能の回復に応じた患者教育を行い退院後の生活に必要な社会資源を活用
できるよう多職種と連携し支援する必要がある。

P1-50-2
医療観察法入院処遇者のBMI変化と関連因子の分析
山元∙直道（やまもと∙なおみち）1,2、須賀∙裕輔（すが∙ゆうすけ）1、白川∙美玖（しらかわ∙みく）1、案納∙知久（あんのう∙ともひさ）1、
宮本∙葵（みやもと∙あおい）1、遠藤∙大介（えんどう∙だいすけ）1、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）1、吉村∙直記（よしむら∙なおき）1

1国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部、 
2埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科博士前期課程

【序論】医療観察法では，栄養基準，配膳方法，食事時間が管理されているが，入院時から
体重増加者が多いと報告されている（渡邊和美，2017）．しかし，医療観察法入院処遇者の
入退院時のBody Mass Index（BMI）の比較や，BMIに関連する因子は十分に検証されてい
ない．【目的】当院における医療観察法入院処遇者の，1.入院時と退院時のBMIの前後比較、
および2.退院時のBMIに関連する因子の同定を行う．【方法】対象は2008/4 ～ 2019/12
当院医療観察法病棟に入退院したBMI18.5以上の統合失調症患者である．1.入退院時の
BMIをWilcoxon符号付順位検定を用いて解析する．2.二項ロジスティック回帰分析を用
いて目的変数には退院時のBMI（普通体重BMI25未満0，肥満BMI25以上1），説明変数を
年齢，性別，入院日数，入院時のBMI・CP換算・GAF，就労経験の有無，単身生活の有無，
重複障害の有無，スポーツプログラム参加回数，生活スキルプログラム受講（生活P）の有
無を投入する．有意水準を5％未満とした（R ver2.8-0）．本研究は当院の倫理委員会の承
認を得ている（承認番号：A2023-062）．【結果】対象者数：131名，年齢：43.6±13.1
歳，男117名，生活P有83名だった．1.入院時BMI23.7±3.1，退院時BMI25.0±3.1
であり，有意な増加が見られた（p＜0.00）．2.二項ロジスティック回帰分析の結果，有意
差が見られた因子は，入院時BMI（Estimate=0.54, p＜0.00），生活P（Estimate=-1.06, 
p=0.047）だった．VIFはすべて1.5未満だった．【考察】退院時BMIは生活能力や健康管理
に意識を向けた生活P参加の有無が関係している可能性がある．今後も対象者が健康管理に
意識が向けられるプログラムを立案・運営を継続する．

P1-50-1
レビー小体病にみられる扁桃体萎縮と幻視、血圧変動との関連
野元∙翔平（のもと∙しょうへい）1、大江田∙知子（おおえだ∙ともこ）1、内炭∙弘嗣（うちずみ∙ひろし）2、西野∙晃平（にしの∙こうへい）1、
水井∙大介（みずい∙だいすけ）1、齋藤∙慶介（さいとう∙けいすけ）1、石原∙俊哉（いしはら∙としや）1、田原∙将行（たはら∙まさゆき）1、
高坂∙雅之（こうさか∙まさゆき）1、朴∙貴瑛（ぱく∙きよん）1、澤田∙秀幸（さわだ∙ひでゆき）1

1NHO 宇多野病院脳神経内科、2NHO 宇多野病院循環器内科

【目的】我々は以前の研究で、幻視（VH）を発症したLewy小体病（LBD）患者では、幻視未発
症者に比べ、高度の血圧変動があると報告した。扁桃体と島皮質は幻視発症と圧受容器反
射の関連領域としてそれぞれ報告されており、LBDにみられる幻視と高度な血圧変動の両
方に共通した原因病巣となり得る。本研究では同部位の変性が幻視と血圧変動い関連する
か、VBMを用いて検討した。【方法】症例対照研究。対象はLBD患者102 名。男性49%、
年齢72.3±8.5（平均±SD）歳、罹病期間7.9±5.9年、HY 3（中央値）。対象を幻視未発
症（nVH）、軽度幻覚発症（mVH）群、幻視発症（fVH）群に分けた。血圧変動の指標として
自由行動下収縮期血圧変動の標準偏差（SBP-SD）を収集し、fVHと血圧変動の関連を多変量
解析で検討した。次に、扁桃体、島皮質を関心領域とし、萎縮の程度を、fVH群とnVH群、
SBP-SD高値群と低値群で各々比較した。その後、fVHと高SBP-SDの2要因と関心領域の
萎縮について分散分析を行った。【結果】nVH群、mVH群、fVH群はそれぞれ44、21、37
名。多変量解析ではfVH はSBP-SD増大と有意な関連があった。性別、年齢、罹病期間を
共変量としたVBM解析では、fVH群は未発症群に比して、SBP-SD高値群は低値群に比して、
扁桃体に有意な萎縮があり（FWE補正p＜0.05）、2要因分散分析では、2要因が重なる群
に最も高度な萎縮がみられた（FWE未補正p＜0.001）。【結論】LBDでは高度の 血圧変動
と幻視発症には有意な関連がみられた。両症候に共通する病理部位として扁桃体が関与し
てい ると推測された。

P1-49-8
美味しく・楽しく・安全に、誤嚥・窒息の防止を目指して～管理栄養士と
重症心身障害児（者）病棟スタッフの取り組み～
生野∙夏菜（しょうの∙かな）1、木村∙諒太朗（きむら∙りょうたろう）2、糸川∙香奈恵（いとかわ∙かなえ）3、
田中∙裕子（たなか∙ゆうこ）1、高田∙涼太（たかた∙りょうた）1、島田∙瑶子（しまだ∙ようこ）1、白戸∙ゆり（しらと∙ゆり）1、
石原∙あゆみ（いしはら∙あゆみ）4

1NHO 下志津病院栄養管理室、2NHO 下志津病院看護部、3NHO 下志津病院療育指導室、 
4NHO 下志津病院小児科

【背景・目的】長期入所患者にとって食事は楽しみの一つでもある。近年、誤嚥性肺炎や状態
の変化による嚥下機能の低下で、経口摂取から経管栄養となる患者が増加している。そのた
め、食事介助を行うスタッフに嚥下食・食事介助について正しい知識を普及し、誤嚥窒息
の防止・嚥下機能の維持に繋げる必要があると感じた。また、年々とろみ剤の使用量が増
加し、誤嚥窒息の防止のために正しい使用方法についての啓蒙活動が必要であると考えた。
とろみ剤の適正使用とスタッフの意識改善・知識向上を目指す為、2年間に渡り勉強会を行っ
た。【方法】（1）とろみ剤の勉強会を数回に分けて実施し、患者ごとに使用量の見直しを行い、
年間使用量の変化を確認する。（2）嚥下食と食事介助についての勉強会を行い、年度初めと
終わりでアンケートを取り、変化を比較する。【結果】（1）とろみ剤の勉強会：13回/年実
施。使用量：1年目22.8%削減、2年目22.9%削減。（2）アンケート結果:嚥下食の理解度
27%→35.5%、一口量の改善62.6%→87.8%、飲み込み確認の実施95.3%→97.6%、不
安感の解消87.9%→71.8% 【考察】勉強会を実施し、とろみ剤の使用量の見直し・適正化
が出来た。また嚥下食の周知・手技の改善・食事介助への不安減少に繋げることが出来た。
一方、まだ不安を抱えながら食事介助をしているスタッフもいることが分かった。しかし、
この不安が小さな気づきとなり、問題点の早期発見にも繋がっていると考えられる。勉強
会の実施と繰り返し声掛けを行ったことで連携が強化し、迅速な対応に繋げることが出来
たと感じた。【結語】重心病棟スタッフを中心に行ってきたが、今後は活動を広げ病院全体
の意識改善を行いたい。
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P1-50-7
画像解析ソフトを用いた細胞数の定量評価
峰岸∙正明（みねぎし∙まさあき）、鈴川∙真穂（すずかわ∙まほ）、五十嵐∙彩夏（いがらし∙さやか）

NHO 東京病院臨床研究部

【背景】近年、細胞像の解析や免疫染色などの結果は、画像解析ソフトを用いて客観的な評
価が求められている。当院研究部では、2023年に画像解析ソフトが導入され、組織画像の
面積計測や定量化、培養細胞の自動カウントなどが可能となった。【目的】実績データベー
スがない細胞に遺伝子導入を行う場合、導入効率と生存率が高い条件を検討する必要があ
る。導入効率の検討は、GFPを使い複数条件下で一度に行いGFP陽性細胞数を求める。以
前は目視でGFP陽性細胞を判断していたが、新たに導入された画像解析ソフトで、GFP陽
性細胞を自動カウントし目視判定と比較した。【細胞と試薬】MH-S細胞（マウス肺胞マクロ
ファージ由来）。遺伝子導入試薬：LONZA社SF cell Line 4D- Nucleofector X Kit。【方
法】4D-Nucleofectorを用いて、15種類の条件でGFPを導入し、24時間後に顕微鏡で陽
性細胞数を目視と自動カウントで観察した。目視では陽性細胞数を1+ ～ 3+に分類。解
析ソフトでは標本全体の連結画像を撮影し、自動カウント機能で陽性細胞を数え299個以
下、300 ～ 599個、600個以上に分類した。【結果】目視1+のwell番号が1、2、5、10、
12、15。2+が3、4。3+が6、7、8、9、11、13、14。 自 動 カ ウ ン ト で は299個 以
下 が1、2、5、10、12、15。300 ～ 599個 が3、4、6、11。600個 以 上 が7、8、9、
13、14となり、導入効率良好な3+以上の一致率は71%であった。【結語】両者の結果は
概ね一致していたが、目視判定では、数が多いと鑑別に迷い正確な判定は困難であった。
一方解析ソフトの判定では、連結撮影やしきい値設定など解析ソフトの操作に習熟する必
要はあるが、目視より精密で客観的な判定が可能である。

P1-50-6
超高齢者慢性心不全症例におけるニューキノロン系およびマクロライド系
抗生剤内服抗生剤による補正QT間隔変動の後方視的検討
桑田∙敦（くわた∙あつし）、桐場∙千代（きりば∙ちよ）、大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）、鈴木∙友輔（すずき∙ゆうすけ）、
伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）、津谷∙寛（つたに∙ひろし）、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）、樫尾∙匡人（かしお∙まさと）、
奥村∙安裕美（おくむら∙あゆみ）、丸野∙大輝（まるの∙だいき）、小原∙伸之（こはら∙のぶゆき）

NHO あわら病院内科

【背景】心電図におけるQT間隔は心筋細胞の活動電位持続時間を推定する指標であり、過度
のQT間隔の延長は致死性心室不整脈であるTorsades de Pointes（TdP）に関与する。薬
剤誘発性QT延長症候群は比較的稀な頻度であるが、QT延長作用の弱いニューキノロン系
およびマクロライド系抗生剤においてもそのQT延長リスク因子として，高齢，高用量，急
速投与，および心疾患が知られており、よって特に高齢者においては慎重に投与すべきで
あると考えられる。【目的と方法】当院で感染症治療に対してニューキノロン系あるいはマ
クロライド系内服抗生剤が処方した90歳を超える超高齢者慢性心不全症例において、治療
前および治療開始後12時間までに安静時12誘導心電図記録が記録された全症例において
補正QT間隔（それぞれ治療前QTc、および治療後QTc）、及び治療前後の補正QT間隔の
差（ΔQT）を算出した。【結果】それぞれレボフロキサシン使用症例17例（LVFX群；投与
量500mg/日）、シタフロキサシン水和物（STFX群8例；投与量100mg/日）、メシル酸ガ
レノキサシン使用症例12例（GRNX群；投与量400mg/日）、アジスロマイシン使用症例5
例（AZM群；投与量500mg/日）、クラリスロマイシン11例（CAM群；投与量400mg/日）、
およびロキシスロマイシン使用症例3例（RXM群；投与量300mg/日）が解析可能であった。
それぞれの群において治療前QTcと治療後QTcには有意差を認めなかった。また各薬剤間
での比較では、それぞれ治療前QTc、治療後QTc、およびΔQTに有意差を認めなかった。

【結語】これらの90歳を超える超高齢者慢性心不全症例におけるニューキノロン系およびマ
クロライド系内服抗生剤が示したQTc間隔変動は極めて軽微であった。

P1-50-5
HFpEFを合併した高齢者2型糖尿病症例におけるDPP-4阻害薬シタグリ
プチンの心機能および動脈硬化指標に対する影響の後方視的検討
桑田∙敦（くわた∙あつし）、桐場∙千代（きりば∙ちよ）、大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）、鈴木∙友輔（すずき∙ゆうすけ）、
伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）、津谷∙寛（つたに∙ひろし）、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）、樫尾∙匡人（かしお∙まさと）、
奥村∙安裕美（おくむら∙あゆみ）、丸野∙大輝（まるの∙だいき）、小原∙伸之（こはら∙のぶゆき）

NHO あわら病院内科

【背景】高齢者糖尿病患者では治療選択肢の進歩にも関わらず心血管疾患は依然として糖尿
病患者の主な死亡原因である。DPP-4阻害薬は近位尿細管のGLP-1受容体を介したNa利尿
作用、内皮細胞機能や脂質異常症改善、抗動脈硬化作用等の報告がある。シタグリプチン
によるTECOS試験は、この薬剤の成人2型糖尿病症例での心血管安全性を示した。しかし
ながら高齢者に多いHFpEF合併症例での検討は少ない。【目的】平成28年4月1日～令和1
年 9月30日の期間で、75歳以上のHFpEF合併2型糖尿病症例において、当院にてDPP-4
阻害薬シタグリプチン25mg投与前および52週後に、生化学、心臓超音波検査および動脈
硬化指標としてCardio-ankle vascular index（CAVI）検査が施行された症例においてその
変動の後方視的検討を行った。【結果】32例が解析可能であった。投与前に比較して52週
後での随時血糖、血清HbA1C、血清中性脂肪、および尿酸値は有意に低下したが、来院時
血圧、脈拍数、心臓超音波検査における各種パラメーター、CAVIおよび血清NTproBNP
は有意な変化を認めなかった。【結論】DPP-4阻害薬シタグリプチンは、これらHFpEF合併
高齢者2型糖尿病患者において、臨床的に安全かつ有用な治療の一つである可能性が推察さ
れた。

P1-50-4
Vater乳頭部adenomyomatous hyperplasiaの臨床病理学的研究
黒瀬∙望（くろせ∙のぞむ）、寺島∙睦（てらしま∙むつみ）、梅原∙瑶子（うめはら∙ようこ）、山岸∙豊（やまぎし∙ゆたか）、
寺井∙貴志（てらい∙たかし）、川島∙篤弘（かわしま∙あつひろ）

NHO 金沢医療センター臨床検査科

【目的】Adenomyomatous hyperplasia（AH）は、胆嚢に最も多く発生する良性疾患で、
粘膜下で腺組織と平滑筋が密に増生する。AHは稀に胆嚢以外にも発生する。Vater乳頭部
AHの術前診断は難しく、場合によっては膵頭十二指腸切除術（PD）といった高侵襲な手術
が選択されることもあり、正診率の向上が望まれる。【方法】2008年～ 2023年に当院で
切除されたVater乳頭部AH（5例）を用いた。コントロール症例として、Vater乳頭部癌（1
例）、正常Vater乳頭（1例）を用いた。平滑筋線維の筋束径と腺間質比を測定するために、
α Smooth muscle actin（αSMA）を用いて、平滑筋線維の短軸を10か所ずつ計測した。
腺組織と間質組織の面積比は高倍率3視野で算出した。【結果】AHは腹痛で発見され、肝胆
道系酵素が上昇していた。画像上、胆管拡張（2例）、腫瘤様病変（1例）、所見なし（2例）を
認め、全例、術前に悪性腫瘍が疑われていた。細胞診断は、腺癌疑い（1例）、鑑別困難（2
例）、未施行（2例）であった。生検診断は、異型上皮（3例）、AH（1例）、腺癌（1例）で、4
例が粘膜下組織を含んでいた。術式は、PD（3例）、内視鏡的切除（1例）、生検のみ（1例）
であった。乳頭の平滑筋線維の短軸径（20.06±2.99μm）と比較して、AH（10.20±2.42
μm、p=0.009）とVater乳頭癌（5.93±1.66μm、p=0.000）は有意に細かった。Vater
乳頭の腺間質比（28.4%）と比較して、AH（53.7%、p=0.023）とVater乳頭癌は有意に高
かった（41.5%、p=0.045）。【考察】遠位胆管癌やVater乳頭部癌との鑑別が困難な臨床病
理学的所見みたときは、AHを考慮すべきである。粘膜下で、腺上皮の過剰な増生と平滑筋
線維の菲薄化に着目することが肝要と思われた。
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P1-51-3
胸部刺創による右穿通性肺損傷に対し、胸腔鏡下でPulmonary 
tractotomyを施行した1例
古賀∙大靖（こが∙ひろやす）、渡部∙克也（わたなべ∙かつや）

NHO 横浜医療センター呼吸器外科

81歳女性。同居中の長男と口論になり、園芸用の杭で右胸部を刺され、当院に救急搬送さ
れた。CTでは心損傷と大血管損傷は認めなかったが、右肺虚脱と右肺上葉内に索状の空洞
影を認め、外傷性気胸、穿通性肺損傷の診断となった。胸腔ドレーンを留置したが持続性リー
クを認め、肺瘻閉鎖及び感染コントロール目的にPulmonary tractotomyを行う方針とし
た。胸腔鏡で観察したところ、CTと一致して右肺上葉S3に肺損傷の入口部を認めた。出血
は認めなかったため、鉗子を愛護的に挿入したところ、S2葉間面に瘻孔が続いていた。自
動縫合器を同経路に挿入し、瘻孔を切離開放した。胸腔内を洗浄後にシーリングテストを
行ったところ、開放された瘻孔内のB2末梢と思われる気管支2か所から気漏を認めた。そ
れぞれを縫合により閉鎖したところ、気漏が消失したため、ドレーンを留置して閉胸した。
術後も気漏は認めず、炎症反応も改善傾向のため、術後5日目にドレーンを抜去した。その
後も経過は安定しており、術後13日目に退院となった。汚染を伴う穿通性肺損傷に対し、
感染コントロールと肺温存の観点からPulmonary tractotomyは有用であったと考えられ
た。

P1-51-2
ニボルマブによる二次治療が奏功した上皮型悪性胸膜中皮腫の1例
大塚∙将平（おおつか∙しょうへい）、岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）、大原∙正範（おおはら∙まさのり）、平岡∙圭（ひらおか∙けい）

NHO 函館病院呼吸器科

症例は70代男性．微熱と右胸部痛を主訴に前医受診，右胸水を認め当院へ紹介となった．
CT検査で右胸膜肥厚，PET-CT検査で同部位に集積亢進を認めたため，胸腔鏡下胸膜・肺
生検を施行し，びまん性悪性胸膜中皮腫の上皮型と診断とされた．X年6月，胸膜肺全摘術
を施行し，術後補助療法として翌月よりシスプラチン+ペメトレキセド併用療法を4コー
ス施行．その後は無治療で経過観察していたが、X+2年11月，縦隔リンパ節腫大を認め，
EUS-FNAにて再発の診断となった．シスプラチン+ペメトレキセド併用療法を6コース施
行し縮小が得られたが，その後再増大と新規の胸壁転移の出現を認めたため，X+2年12月
より二次治療としてニボルマブ単剤療法を開始したところ，縦隔リンパ節，胸壁転移とも
に著明な縮小を認めた．その後は重篤な有害事象なく同治療を継続し，現在まで部分奏効
が得られている．悪性胸膜中皮腫は予後不良な疾患であるが，免疫チェックポイント阻害
薬の登場により治療選択肢は広がっている．本症例では，ニボルマブを開始してから17 ヶ
月経過しても部分奏効を維持し，長期生存が得られている．悪性胸膜中皮腫における一次
治療ではシスプラチン+ペメトレキセド併用療法とニボルマブ+イピリムマブ併用療法が
存在するが，特に上皮型において前者を選択した際にも、二次治療としてニボルマブを使
用することで，本症例のように重篤な有害事象なく長期生存が得られる可能性があり，現
時点での有用な選択肢の1つであると考える．

P1-51-1
根治術22年後に胸壁再発を来し切除した原発性肺がんの1例
川島∙修（かわしま∙おさむ）、八巻∙英（やまき∙えい）、小野里∙良一（おのざと∙りょういち）

NHO 渋川医療センター呼吸器外科

【はじめに】悪性腫瘍に対する根治術後の再発や転移は、治療を進めて行く上で非常に難し
い。肺癌は根治術後2 ～ 3年に再発・転移を来す例が多く、約半数は術後5年以内に再発・
転移を来す。一度再発・転移を来すと病気の治癒は極めて難しいのが現状である。一方で
根治術後5年無再発生存は、癌治療における治癒の一つの指標とされているが、術後5年以
上を経過しても再発・転移を来す症例は少なくない。今回私たちは原発性肺癌根治術後22
年目に胸壁再発を来し切除した症例を経験した。【症例】77歳・女性　主訴：右肋弓部の腫
脹　CTにて腫脹部に一致し胸腔内から胸壁を超えた腫瘤陰影を認める。PET検査は陽性。
血液・生化学検査およびCEAをはじめとする各種腫瘍マーカーは全て正常範囲内であった
が、悪性腫瘍を念頭に局所麻酔下に切除生検を実施。病理学的に上皮性の悪性腫瘍の診断
は得られたが詳細は不明であった。既往歴として53歳時に右下葉原発性肺腺癌に対して根
治術を、74歳時に大腸カルチノイドに対してESMRを実施されている。全身状態は良好で
あり肺癌の再発も否定できず、全身麻酔下に切除術を行った。右第3 ～ 6軟骨および肋骨
を含め胸壁切除、欠損部はマーレックスメッシュを用いて再建した。最終病理診断は肺腺
癌の再発であった。患者は術後6か月無再発生存中である。【まとめ】肺癌根治術後22年目
に再発を認め切除した1例を経験した。根治術後22年目の再発症例は稀であり、若干の文
献的考察を加え報告する。

P1-50-8
大阪医療センター 臨床研究センター セルプロセッシングセンターの管理
と運用について
隅田∙美穂（すみだ∙みほ）1、吉岡∙絵麻（よしおか∙えま）1、勝間∙亜沙子（かつま∙あさこ）1、兼松∙大介（かねまつ∙だいすけ）1、
山本∙篤世（やまもと∙あつよ）1、福角∙勇人（ふくすみ∙はやと）1、半田∙有佳子（はんだ∙ゆかこ）1、加藤∙依香（かとう∙よりか）1、
高田∙愛（たかだ∙あい）1、松田∙由香子（まつだ∙ゆかこ）1、正札∙智子（しょうふだ∙ともこ）1、金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1,2

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター先進医療研究開発部、2NHO 大阪医療センター脳神経外科

大阪医療センター臨床研究センターには、2014年臨床研究センター棟の新築に合わせ、セ
ンター内に「再生医療等の安全性の確保等に関する法律」（再生医療等安全性確保法）で定め
られた「特定細胞加工物」等を製造するためのクリーンルームである、セルプロセッシング
センター（以下ONH-CPC）が設置された。ONH-CPCは現在、厚生労働省令で定める基準
に適合した「細胞培養加工施設」として稼働している。再生医療等で使用する特定細胞加工
物は生きた細胞等を用いるため、多様で複雑な品質特性を有しており、また最終滅菌法や
ろ過滅菌法といった方法で無菌性を担保することができない等、従来の医薬品と異なる製
造管理・品質管理が必要となる。ONH-CPCではこれまで、悪性脳腫瘍に対する細胞免疫
療法で使用する活性化Tリンパ球（Kanemura, Anticancer Res. 2017）や、慶應義塾大学
病院で実地中の亜急性期脊髄損傷に対するiPS由来細胞を用いた世界初の臨床研究で使用さ
れているヒトiPS細胞由来神経前駆細胞（Sugai, Regen Ther. 2021）などの特定細胞加工
物の製造を実施してきた実績を有する。これら特定細胞加工物の製造に必要な無菌環境の
維持及び細胞の一定の品質の担保のため、ONH-CPCで実施している施設管理・運用を報
告する。
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P1-51-7
妊娠18週に再発した気胸に対し、胸腔鏡下手術を行なった1例
藤井∙祐太朗（ふじい∙ゆうたろう）1、赤山∙幸一（あかやま∙こういち）2、熊田∙高志（くまだ∙たかし）2、仲川∙知樹（なかがわ∙ともき）2、
田中∙教文（たなか∙のりふみ）3、奈尾∙幸子（なお∙ゆきこ）4、村尾∙祐紀（むらお∙ゆき）4、橋本∙賢（はしもと∙けん）4、
原田∙洋明（はらだ∙ひろあき）2

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター呼吸器外科、 
3NHO 東広島医療センター産婦人科、4NHO 東広島医療センター麻酔科

【はじめに】一般的に妊婦は気胸が起こりにくいとされ、また発症した際の治療方針には明
確なガイドラインは存在しない。治療方針の決定には母体のみならず胎児への影響も考慮
しなければならない。今回、我々は妊娠17週に気胸を発症し保存治療を行うも再発し、妊
娠20週で胸腔鏡下手術を行った症例を経験したので報告する。【症例】25歳経産婦。妊娠
17週時に呼吸困難を訴え近医受診。胸部X線検査で左自然気胸と診断され、当院を紹介受
診した。胸腔ドレナージを実施し3日目にドレーン抜去したが、再虚脱も見られなかったた
め4日後に退院となった。退院3日後から胸痛と息切れを自覚し、退院6日後に胸部X線検
査を実施。左肺の虚脱を認め気胸の再発と診断し、再入院のうえ胸腔ドレナージを施行した。
気胸の再発であり、患者の同意のもと手術の方針となった。手術は全身麻酔下で胸腔鏡下
左上葉部分切除＋左下葉部分切除を施行した。術後の経過は良好で術後4日目に退院となっ
た。【考察】妊娠中の気胸に対しては、妊娠前期は手術時の全身麻酔による胎児の催奇形性
や流産のリスクが問題となる。妊娠後期、特に出産が近づいている時期では保存的治療を
行いつつ分娩後に手術を行った報告が多いが、胸腔ドレーンの長期留置により感染リスク
が増加すること、分娩時の怒責で母体・胎児ともに重篤な低酸素血症を引き起こす可能性
があることが危惧される。本例は母体および胎児いずれにも影響が少ない妊娠中期の気胸
例であったため、比較的安全に手術を行うことができる。

P1-51-6
妊娠後期の双胎妊婦に対して気胸手術を行った一例
杉原∙太一（すぎはら∙たいち）、園部∙奏生（そのべ∙かなう）、谷口∙もこ（たにぐち∙もこ）、鳥越∙英次郎（とりごえ∙ひでじろう）、
平見∙有二（ひらみ∙ゆうじ）

NHO 岡山医療センター呼吸器外科

症例は38歳、女性。双胎妊婦であり当院での経腟分娩を予定していた。妊娠33週に右胸
部痛を主訴に当院救急を受診された。胸部レントゲンでIII度の右気胸を認め、胸腔ドレナー
ジ後に入院となった。入院後も空気漏れが続き、気胸手術が必要と考えられた。妊娠36週
まで保存的加療を継続し、帝王切開での分娩を先行させた後に気胸手術を行うことも選択
肢であったが、患者は胸腔ドレーン留置による疼痛・精神的ストレスが強く、早期の気胸
手術を希望された。そのため、入院7日目に全身麻酔下に胸腔鏡下右気胸手術を施行した。
右肺中葉の薄壁ブラに瘻孔を認め、同部を縫縮し問題なく終了した。妊娠34週の双胎妊婦
であり、著明な腹部膨満が術中の分離肺換気に与える影響が危惧されたが、麻酔管理にも
問題はなかった。術後7日目にいったん自宅退院され、妊娠36週に母子ともに問題なく経
腟分娩を終えた。妊娠中の気胸は非常に稀であり、母子ともに危険を伴うために、治療判
断に難渋する。特に本症例のように双胎妊婦に対して気胸手術を行った症例の報告はほと
んどなく、非常に貴重な症例と思われるので、文献的考察を加えて報告する。

P1-51-5
側臥位での呼吸器外科手術後に肩・背部痛が生じる要因の分析
池田∙紗友美（いけだ∙さゆみ）、西田∙優生（にしだ∙ゆい）、北川∙有佳（きたがわ∙ゆか）、熊谷∙かず子（くまがい∙かずこ）

NHO 南京都病院手術室

【はじめに】呼吸器外科の側臥位手術では、手術部位を上にし、手術側上肢は肩の位置まで
上げ、床と水平に伸ばした体位をとる。手術後に手術側上肢の一過性の肩・背部痛を訴え
る患者が散見していた。そこで、術後疼痛を生じる要因を明らかにすることを目的に本研
究を行った。【方法】令和4年8月～令和5年10月に側臥位手術を受けた患者20名に、角
度計で肩可動域（屈曲・伸展・内外転・内外旋・水平屈曲伸展）を手術前日、術後1日、2
日目に測定した他、年齢、性別、BMI、手術時間、NRS値、本人の訴えを収集、質的に分
析した。【倫理的配慮】当院倫理審査の承認を得た（承認番号：2022―7）。【結果・考察】対
象患者20名の術前と術後1日目を比較すると、12名の肩可動域制限角度が、術前の屈曲
110 ～ 180度から60 ～ 150度に減少した。可動域制限は、皮膚や筋肉の切断により、肋
間神経が損傷・切断され、生じた痛みが関係していると考えられた。対象患者20名のうち
2名は術前から術側の肩の痛みや上がりにくさがあり、肩可動域が狭かった。術後はさらに、
肩可動域制限の拡大と痛みが増強した。胸腔ドレーン留置している気胸の患者3名のうち2
名は、術後1日目に肩可動域制限が拡大、NRS数値評価スケールも増加した。運動習慣の
ある患者3名のうち2名は男性であり、術後1日目に生じた肩可動域制限が改善するのが早
かった。【結論】術前より可動域制限と肩に疼痛がある患者や、気胸などにより胸腔ドレー
ン留置がある患者は、術後に肩可動域制限拡大と痛みが増強する可能性が示唆された。運
動習慣があることは、肩可動域の拡大と筋力向上に寄与し、術後の回復を早める可能性が
ある。

P1-51-4
83歳で発見された肺底動脈大動脈起始症の一例
東∙浩志（あずま∙こうじ）1、轟∙はる加（とどろき∙はるか）1、西松∙佳名子（にしまつ∙かなこ）1、松井∙優紀（まつい∙ゆうき）2、
二見∙真史（ふたみ∙しんじ）1、安藤∙性實（あんどう∙せいじつ）1、南∙誠剛（みなみ∙せいご）1、高見∙康二（たかみ∙こうじ）2

1NHO 大阪医療センター呼吸器内科、2NHO 大阪医療センター呼吸器外科

症例は83歳女性。血痰精査のため撮影された胸部CTで左下葉に4cm大の腫瘤陰影を指摘
され、肺癌の疑いで呼吸器内科紹介となった。気管支鏡検査のために術前の造影CTを撮
影したところ、肺腫瘤影は胸部下行大動脈から分岐する拡張した異常血管であり、左下葉
を灌流していた。左下葉気管支は異常血管に圧排されるも正常に分布し明らかな分画肺は
認められなかったことから肺底動脈大動脈起始症と診断、喀血のリスクを考慮して手術切
除の方針とし呼吸器外科へ紹介した。一部に正常肺動脈の灌流域を認めるが温存が困難と
判断され左下葉切除とした。肺底動脈大動脈起始症は低圧系である肺循環領域に大動脈圧
がかかるため徐々に肺高血圧・心不全をきたし、治療として異常血管の処理と関連領域の
肺切除が行われる。部位としては左下葉が多く、若年発見が多くを占めるが、本症例は心
陰影に重なり胸部レントゲン写真で指摘困難であったことから83歳で初めて指摘された。
当初肺癌疑いで、超音波気管支鏡ガイド下針生検（endobronchial ultrasound-guided 
transbronchial needle aspiration ;EBUS-TBNA）が実施困難な部位と考えられたことか
ら、経気管支吸引細胞診（trans bronchial aspiration cytology;TBAC）実施の可能性があ
り事前精査として造影CTを行った。TBACは透視下に針生検を行う処置であり、TBNAと
は異なり気管支鏡検査中に血流の確認を行うことは不可能である。仮に造影CTを実施せず
TBACを行っていた場合、大動脈系への血管穿刺となり大出血したことが予想される。特に
本症例のように左下葉の腫瘤陰影に対しTBACの実施を検討する場合、事前に造影CTで評
価を行うことが望ましい。
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P1-52-3
Mega jet flowを伴うHuge placental lakeを認めるも経腟分娩に至っ
た1例
杉本∙達朗（すぎもと∙たつろう）、森根∙幹生（もりね∙みきお）、大西∙美嘉子（おおにし∙みかこ）、前田∙崇彰（まえだ∙たかあき）、
長尾∙亜紀（ながお∙あき）、米谷∙直人（よねたに∙なおと）、檜尾∙健二（ひのきお∙けんじ）、前田∙和寿（まえだ∙かずひさ）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター産婦人科

【諸言】Placental lakeは胎盤内に認めるecho free spaceで，早期から認める，サイズが
大きい，複数個認める際は，癒着胎盤やFGRを来すとの報告があるが，周産期管理に関し
て一定の指針はない．今回，Huge placental lakeを認め経腟分娩にて生児を得た症例を
経験したので報告する．【症例】29歳，1経産婦，自然妊娠．既往歴・家族歴に特記事項な
し．妊娠16週にFGRのため当院紹介となり胎盤背面にPlacental lakeを認めた．妊娠17
週には母体側からlake内部へ流入する拍動性のjet flowを認めた．その後lakeは拡大し，
jet flowも複数認めるようになった．妊娠38週2日に胎児発育停止のため誘発分娩を施行
した．男児 1936g Ap 8 ／ 9点 を経腟分娩し，総出血量は495gであった．児娩出後は
lakeの縮小とjet flowの減少を認めた．胎盤は重量375 g，径19×16 cmであり7．5×
8cmの欠損を母体側に認めた．【考察】Huge placental lakeを認めた場合，常位胎盤早期
剥離や血管奇形，仮性動脈瘤等との鑑別が重要となる．妊娠・分娩管理としては内圧上昇
による血管破綻を防ぐための子宮収縮抑制薬投与や，分娩時は大量出血への対応のため帝
王切開術が選択されることが多い．今症例では分娩中も，経腹超音波検査で胎盤を注意深
く観察しながら大量出血を来すことなく経腟分娩を完遂した．また胎盤組織検査では原因
となる明らかな異常は認めなかった．今後の症例蓄積による病態の解明・管理指針の確立
が望まれる．

P1-52-2
口唇・口腔内病変を主症状とし鑑別に苦慮した単純ヘルペスウイルス初感
染の1例
山田∙紗弥花（やまだ∙さやか）1、佐川∙麻衣子（さがわ∙まいこ）2、八田∙夏渚子（はった∙ななこ）2、北村∙美緒（きたむら∙みお）2、
菅∙裕美子（かん∙ゆみこ）2、綱掛∙恵（つなかけ∙めぐみ）2、中村∙紘子（なかむら∙ひろこ）2、熊谷∙正俊（くまがい∙まさとし）2

1NHO 呉医療センター臨床研修センター部、2NHO 呉医療センター産婦人科

【緒言】単純ヘルペスウイルス（HSV）感染症は一般的な疾患だが，口腔咽頭病変の詳細な臨
床像については広く周知されていない．今回，口唇・口腔内病変を主症状とし，診断に苦
慮したHSV感染症妊婦の1例を経験したため報告する．

【症例】25歳，6妊4産，妊娠23週5日（第1病日）に発熱を自覚し，第2病日より口唇に有
痛性潰瘍が出現した．第4病日，近医皮膚科を受診し，精査目的に当院産婦人科を紹介受診
した．口唇や舌，両側頬粘膜に多数の有痛性潰瘍，口蓋扁桃に丘疹を認め，有痛性の頚部
リンパ節腫脹や外陰部の有痛性潰瘍が確認された．また，来院後38度以上の発熱を呈し，
血液検査では，白血球6200/μL，CRP 7.13 mg/dLであった．溶連菌抗原検査は陰性であっ
たが，妊婦改変版Centor Scoreは4点で，溶連菌感染を否定しきれず，アンピシリンを投
与した．その他，感染症を中心に膠原病等も鑑別に挙げて精査を行ったが、確定診断には
至らなかった．しかし，潰瘍の性状や症状から，HSV初感染が疑われ，第5病日よりアシ
クロビル加療に切り替えた．潰瘍の痂疲化や，解熱及びCRPの低下が確認され，第14病日
に退院した．第5病日に提出したHSV抗体は陰性であったが，退院後第第17病日に実施し
た抗体検査にて，HSV-IgM，IgGの陽転化が確認されたことから，HSV初感染が確認できた．

【考察】HSV抗体は陽転化に数日を要するため，症状や所見からの臨床診断が求められる．
HSV初感染時の口腔所見には，その性状や発生部位に特徴がある．それらを把握し，迅速
な臨床診断及び治療介入に繋げることが重要だ．

P1-52-1
当院における頸管短縮妊婦に対する頸管ペッサリー使用経験
徳田∙諭道（とくだ∙つぐみち）、牛島∙崇（うしじま∙たかし）、田邉∙優介（たなべ∙ゆうすけ）、田邉∙美紀（たなべ∙みのり）、
光山∙丈彦（みつやま∙たけひこ）、池田∙周平（いけだ∙しゅうへい）、清水∙圭祐（しみず∙けいすけ）、宮原∙英之（みやはら∙ひでゆき）、
藤川∙梨恵（ふじかわ∙りえ）、石橋∙弘樹（いしばし∙ひろき）、北川∙麻里江（きたがわ∙まりえ）、近藤∙恵美（こんどう∙えみ）、
河村∙京子（かわむら∙きょうこ）、元島∙成信（もとしま∙しげのぶ）、牟田∙満（むた∙みつる）、川上∙浩介（かわかみ∙こうすけ）、
川越∙秀洋（かわごえ∙ひでひろ）、吉里∙俊幸（よしざと∙としゆき）

NHO 小倉医療センター産婦人科

ペッサリーは産婦人科医にとって子宮脱に対する治療ツールとしてなじみがあるが、子宮
頸管に対する侵襲性の低い早産予防ツールとしても、2012年以降様々な取り組みが行われ
ている。残念ながら早産予防に対するエビデンスは得られていないが、適応条件を限定す
ることで有効性を示す報告も多い。当院では2020年1月より院内倫理審査委員会の承認
を得て、胎胞形成症例を含む頸管短縮を伴う切迫早産症例に対して、治療選択肢の一つと
して頸管ペッサリーを使用している。導入の経緯から当初は頸管縫縮術との併用療法をメ
インで行った。使用経験から頸管縫縮術が“頸管閉鎖として直接的”に作用するのに対して、
頸管ペッサリーは頸管閉鎖の作用は弱いが“頸管（縫縮部）への子宮内圧負荷を軽減”や“子
宮を支えて骨盤壁からの圧迫を軽減”として作用するため、併用によって相乗効果が期待で
きると認識した。さらに文献的考察から単独使用の適正使用基準を検討し、2023年12月
に当院独自の「頸管短縮症例に対する頸管縫縮術の適応ならびに頸管ペッサリー使用に関す
る適応指針」を定めた。具体的には、（1）妊娠26週未満の頸管長15～20mm（単独使用）、（2）
妊娠28週未満の34週未満早産既往がある頸管長25mm未満（単独使用）、（3）胎胞脱出症
例（頸管縫縮術との併用）、（4）頸管縫縮術後の頸管短縮進行例（頸管縫縮術に追加）、（5）頸
管縫縮がすぐには施行できない症例（炎症や患者不同意）に対して、患者への説明と同意を
得た上で試行するオプションとして提示することとした。今回、その後の使用経験を踏まえ、
あらためて切迫早産症例に対する頸管ペッサリー療法について検討を行う。

P1-51-8
化膿性胸鎖関節炎から頸部縦隔膿瘍を生じた一例
志水∙唯月（しみず∙いつき）1、鍵本∙啓介（かぎもと∙けいすけ）2、前田∙文彬（まえだ∙ふみあき）2、宮原∙伸之（みやはら∙のぶゆき）2、
原田∙洋明（はらだ∙ひろあき）3、今田∙英明（いまだ∙ひであき）4

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター耳鼻咽喉科、 
3NHO 東広島医療センター呼吸器外科、4NHO 東広島医療センター整形外科

化膿性胸鎖関節炎は、化膿性関節炎の中でも約9％と稀な疾患である。今回、我々は化膿性
関節炎が契機となった頸部縦隔膿瘍を経験したので、文献的考察を加えて報告する。症例
は80歳男性。A年4月末日に転倒して右肩を打撲し右鎖骨部に疼痛が出現した。その後、
発熱や全身倦怠感が生じ近医内科を受診した。炎症反応の上昇と細菌尿、腎障害を認めた
ため尿路感染症として入院し抗菌薬投与を開始したが、炎症反応は改善に乏しく右鎖骨部
の疼痛も増悪した。更に右鎖骨から右頸部に発赤腫脹が出現し、5月初旬に当院紹介となっ
た。CTでは右胸鎖関節を中心とした膿瘍を認め、膿瘍は胸部皮下や右胸鎖乳突筋、縦隔に
も進展していた。またMRIでは胸骨の骨髄炎を疑う所見が認められた。以上より化膿性胸
鎖関節炎を契機に頸部縦隔膿瘍を発症したと診断した。全身麻酔下で頸部切開を行い、膿
瘍腔を大きく開放し頸部及び胸鎖関節、縦隔の排膿を行った。胸鎖関節周囲の骨を掻爬し
周囲の壊死組織を含めてデブリードマンを施行した。十分に洗浄した後、ドレーンを挿入
し閉創とした。以後は連日の洗浄と抗生剤治療を実施し経過は良好である。最終的に膿か
らは前医の尿検査から検出されたものと同じ菌が同定された。化膿性胸鎖関節炎は糖尿病
やステロイド内服中の患者など免疫不全宿主に発症しやすく、その背景には菌血症がある
とされている。また、健常者や外傷を契機に化膿性胸鎖関節炎を生じたという報告もある。
本症例では尿と胸鎖関節から同様の菌が同定されており、打撲により胸鎖関節の炎症が生
じたところに尿路感染症による菌血症を併発し、頸部や縦隔に炎症が波及したと考えられ
る。
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P1-52-7
回腸腫瘍による下血を契機に診断され集学的治療を行った進行卵巣癌の1例
釼持∙要（けんもち∙かなめ）1、大塚∙将平（おおつか∙しょうへい）1、丹羽∙弘貴（にわ∙ひろき）1、本谷∙康二（ほんたに∙こうじ）1、
高橋∙亮（たかはし∙りょう）1、小室∙一輝（こむろ∙かずてる）1、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）1、平岡∙圭（ひらおか∙けい）1、
岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）1、木村∙伯子（きむら∙のりこ）2、大原∙正範（おおはら∙まさのり）1

1NHO 函館病院外科、2NHO 函館病院病理診断科

多発肝転移を伴う進行卵巣癌であっても，全身ならびに局所治療を行うことによって，比
較的予後を延長できる症例が存在する．今回，多発肝転移，虫垂・回腸浸潤を伴う進行卵
巣癌に対し，回盲部切除を施行後，早期の化学療法の導入により17カ月の生存が得られた
症例を経験したので文献的考察とともに報告する．症例は47歳，女性．下血による貧血の
進行を認め，精査加療目的に入院となった．腹部CT検査では回腸に腫瘍性病変と多発肝
転移を認めた．上下部内視鏡検査では腫瘍性病変は確認できず，回腸腫瘍からの出血を疑
い，審査腹腔鏡で出血源を同定する方針とした．腹腔鏡所見は骨盤内に虫垂と回腸が一塊
となった腫瘍を認め，後腹膜に強固に固定されていた．腫瘍切除のため開腹移行し，回盲
部切除を施行した．病理診断では卵巣癌の類内膜癌が虫垂と回腸への浸潤をきたしていた．
全身状態は不良であったが，早急な治療開始が望ましいと考え，術後21日目よりTC療法

（Carboplatin+ Paclitaxel 併用療法）を開始した．以後，合併所なく状態は安定し，TC療
法を6コースまで行い，治療効果判定はSDであった．以後もTCの維持療法を継続したが，
肝転移が増悪し，BSCの方針となった．初回手術から約17カ月後に死亡した．多発肝転移，
多臓器浸潤を伴う進行卵巣癌であっても，手術による下血のコントロールと化学療法の早
期介入で予後の延長が得られた．

P1-52-6
当院でのレンバチニブ＋ペムブロリズマブ併用療法におけるテレフォン
フォロー導入の取り組みと副作用発現状況について
平池∙美香子（ひらいけ∙みかこ）1、井上∙智敦（いのうえ∙ちづる）1、齋藤∙巨樹（さいとう∙おおき）1、小園∙亜希（こぞの∙あき）1、
湊本∙康則（みなもと∙やすのり）1、田村∙沙那恵（たむら∙さなえ）2、志垣∙恵子（しがき∙けいこ）2、松山∙かおり（まつやま∙かおり）2、
山本∙直（やまもと∙なお）3、高木∙みか（たかき∙みか）3

1NHO 熊本医療センター薬剤部、2NHO 熊本医療センター看護部、3NHO 熊本医療センター産婦人科

【背景・目的】進行・再発子宮体癌に対するレンバチニブ（LEN）＋ペムブロリズマブ（PEM）
併用療法は、多様な副作用の確認、対応が重要となる。今回、熊本医療センター（当院）と
保険薬局によるテレフォンフォロー（TF）運用システムを構築し導入を行ったのでその取り
組みと、TF導入患者の副作用発現状況について報告する。

【方法】（1）当院薬剤師、医師、看護師にてTF運用方法を検討、熊本市薬剤師会へ協力の相
談を行った。web研修会を開催し周知及び協力を依頼した。（2）2023年10月から2024
年3月にTFを導入した患者を対象とし、患者背景、副作用等を診療録より後方視的に調査
した。

【結果】（1）外来受診日に医師が患者へTF用情報共有シートを交付し、保険薬局にて渡す。
保険薬局薬剤師は指定の聞き取り期間に患者へ情報共有シートに基づき副作用発現状況の
聞き取りを行い当院へFAX、重篤な症状有りの場合は当院医師へ電話連絡の運用とし導入
した。（2）対象は4名（うち2名は途中からTF導入）、PEM投与回数中央値は7.5回（6-31
回）。全例でLEN休薬・減量に至っており、初回休薬までの期間の中央値は19日（14-64日）
であった。LEN休薬に至ったエピソードを1件とした場合、その中央値は3件（2-5件）であっ
た。PEM休薬は3名であった。LEN、PEM休薬・減量に至った副作用は、蛋白尿、皮疹、
手足症候群、下痢、口内炎、好中球減少、副腎機能不全であった。

【考察】多職種協同でTF導入を行うことができた。全例で複数回の休薬・減量を要していた
ことから、継続的な患者フォローが必要である。TFにより早期に副作用の把握が可能となり、
円滑な診療、副作用重篤化防止、治療の継続に寄与できると考える。

P1-52-5
RPOCに対してメソトレキセート投与し、hCGの 低下を確認するも、多
量出血を生じ、子宮動脈塞栓術にて止血を得られた1例
難波∙良紘（なんば∙よしひろ）、中村∙一仁（なかむら∙かずひと）、上木∙一朗（うえき∙いちろう）、藤田∙志保（ふじた∙しほ）、
今福∙紀章（いまふく∙のりあき）、山本∙暖（やまもと∙だん）

NHO 福山医療センター産婦人科

【緒言】Reained pruducts of conception（RPOC）とは、流産や出産後の胎盤娩出後に発
生する胎盤遺残や胎盤ポリープ等の子宮内異常像を総称した臨床的診断名である。後期分
娩後異常出血の原因 の多くがRPOCであるといわれている。今回人工妊娠中絶後4週間後
に認めたRPOCに対 してメソトレキセート（MTX）投与にて加療を行いhCGの低下を確認
するも、投与後4週間後に多量性器出血を認め、緊急子宮動脈塞栓術（UAE）にて止血を得
られた 1 例を経験したため、報告する。

【症例】44歳女性、3妊0産、既往歴、家族歴、アレルギー歴に特記事項なし。X月に前医
にて妊娠8週に人工妊娠中絶術を受けられた。術後4週間後のX+1月に前医を受診した際
に子宮内に異常血流を伴う腫瘤を認め、RPOC 疑いにて当院紹介受診となった。RPOCに
対してX+1月にMTX50mgを単回投与した。治療後1週間後にhCG低下を確認し、その
後も外来にてhCGのフォローを行っていた所、治療後4週間後に多量の性器出血を認めた。
止血が困難であったため、子宮摘出、UAEにて治療法を提示し、UAEを希望されたため、
同日UAEを施行した。術後止血は得られ、術後4日目に退院とした。

【考察】RPOCの治療法は待機的療法やUAE、MTX 投与、子宮内膜掻爬手術、子宮全摘術
等多岐にわたるが、依然として確立した治療法は存在しない。しかし、UAEの止血率は
71.5 ～ 100%と高く、本症例の様に止血が困難な症例には非常に適したものであると考え
られる。

【結語】RPOCは自然に消失を期待できることもあるが、時に重度の貧血を励起する出血 を
もたらしかねない。そのため、RPOCの管理をする場合は緊急時のUAEができる施設、体
制での管理が望ましいと思われる。

P1-52-4
当院における中国籍妊婦の出生前診断への来談状況についての検討
吉田∙真理（よしだ∙まり）1、田中∙教文（たなか∙のりふみ）2、土本∙紘子（つちもと∙ひろこ）2、増成∙寿浩（ますなり∙としひろ）2、
宮原∙新（みやはら∙しん）2、野村∙奈南（のむら∙なな）2、佐藤∙優季（さとう∙ゆうき）2、定金∙貴子（さだかね∙たかこ）2、
山崎∙友美（やまざき∙ともみ）2

1NHO 東広島医療センター臨床研修部、2NHO 東広島医療センター産婦人科

【目的】当院の出生前診断（PD）には外国籍の妊婦も多く来談するが，PDを取り巻く状況は
国によって様々である．そこで当院のPDに来談する外国籍妊婦として最多である中国籍
妊婦のPDへの来談状況を検討し，対応で留意すべき点を考察した．【対象と方法】当院で
2023年10月から2024年4月にPDに来談した妊婦103例（日本人95例，中国人8例）の
背景と受検した検査を後方視的に検討した．

【結果】各項目の日本人と中国人での割合を以下に示す（以下同順）．初診時35歳未満の妊婦
は38.5%と75%で中国籍妊婦は若年者が多い傾向があった（p=0.065）．来談動機は母体
高年齢が64.2%と37.5%，超音波検査異常が18.9%と0%，漠然とした不安が11.5%と
12.5%で有意差はなく，その他の不安要素のないPD希望のみでの来談が2.1%と37.5%
と中国籍妊婦で有意に多かった（p=0.003）．受検した検査は超音波初期スクリーニング検
査が71.5%と100%，NIPTは47.3%と37.5%，クアトロテストは3.2%と12.5%，羊水
検査は9.5%と12.5%で有意差はなかった．

【考察】当院にPD目的で来談した中国籍妊婦は若年者の割合が多かった．また，特に不安要
素がなくてもPDに来談して受検する場合が多く，全例でPDの受検は中国で一般的である
ことを理由として挙げていた．中国では先天性疾患を持った児の出生を防ぐためのPDが国
を挙げて推進されており，PDが日本に比べて若年者も含めた多くの妊婦に普及している事
情が伺えた．受検した検査には差を認めなかったが，来談背景を理解し適切な情報提供を
行ったうえで希望に沿った対応を行う必要がある．

【結語】出生前診断の実施状況は中国を含め各国で様々であり，外国籍妊婦では各国の背景
をふまえたPDの実施が求められる．
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P1-53-3
苦痛のスクリーニング実施の効果について～緩和ケアへの早期介入へつな
げるためには～
廣田∙尚美（ひろた∙なおみ）

NHO 横浜医療センター看護部

【はじめに】当院では、悪性腫瘍と診断された患者に対して「生活にしやすさに関する質問票」
を用いて苦痛のスクリーニング（以下スクリーニング）を実施している。開始後8年が経過
したが、スクリーニングによる介入数は少ない。そこで、早期介入を阻害する要因を明確
にするため、後ろ向き分析を行った。【結果】令和5年度スクリーニング回収数は2017件（全
対象患者2333名）、86％の患者に実施されていた。スクリーニング内容は身体的苦痛、気
持ちのつらさ、緩和ケアへの介入希望等である。スクリーニング時の看護介入については
各病棟のリンクナースを中心に教育し、質の向上を目指している。スクリーニング全2017
件中、緩和ケアへの介入希望は130名であった。うち、新規依頼に至ったのは22名（16％、
全スクリーニングの1％）だった。緩和ケア介入につながらない理由として、看護師が面談
しその時点で解決されたもの、主治医の依頼に至らなかったものであった。しかしほとん
どは介入に至らなかった理由が不明だった。【考察】緩和ケアへの新規介入依頼は22名で
あったが、介入した看護師により問題解決できているということは患者の希望に迅速に対
応できているといえるので良い結果である。しかしその他の患者については質の高い緩和
ケアが実践されている保証がない。スクリーニングの結果から患者のニーズを汲み取り、
必要時にはリソースへつなぐことができるよう、継続的な介入の必要性についてリンクナー
ス教育が重要であることが示唆された。【まとめ】緩和ケアへの早期介入を目指すためには、
患者のニーズを理解し、リソースへつないでいくための活動ができるリンクナース教育が
重要である。

P1-53-2
がん告知時の患者家族支援に向けた取り組み
上田∙純子（うえだ∙じゅんこ）、奥平∙巳咲（おくひら∙みさき）、西谷∙真吾（にしたに∙しんご）、山本∙加奈（やまもと∙かな）

NHO 南和歌山医療センター看護部

【はじめに】がん患者・家族の療養生活の質の向上、意思決定支援は重要である。しかし、
当院では告知の大半が外来で行われ、看護師が同席できていないケースが多い。患者・家
族支援の充実を図るため取り組んだ。【目的】認定看護師が告知時に同席を行い、患者・家
族に必要な支援と認定看護師の在り方について検討する。【調査期間】令和5年2月1日から
令和6年3月31日【分析方法】記録から告知時の患者・家族の言動と認定看護師の支援内容
を抽出・コード化し、共通内容をカテゴリー化し検討した。【結果】がん告知同席数は79件
であり、患者の心情の上位3つは「前向きさ」「治療への不安」「病状への不安」、家族は「治
療への不安」「家族としての責任感」「家族に心配をかけたくない」であった。認定看護師の
支援は「相談窓口の案内」「緩和ケアについて説明」「インフォームドコンセントの補足」で
あった。【考察】同席時の患者の心情は、不安よりも前向きな気持ちが多かった。これは、
概ね前医で告知を受け、当院では治療方針の検討など2回目の告知場面となっており、来院
時は適応の段階をたどっていると考える。反面、家族は、当院で医療者から初めてがん告
知を受け、衝撃の心情が強い結果であった。そのため、患者・家族背景を事前に把握した
上で、告知後の早期から両者の受容段階に寄り添った支援と、患者・家族の心情に合わせ
た最も効果的な介入を展開できるチーム医療の構築が必要と考える。【結語】1．告知時は患
者・家族の受容段階が異なることを理解し、背景などの情報を十分把握する。2．患者・家
族の受容段階と心情に合った支援を各専門職と連携し、早期から介入していく。

P1-53-1
心不全患者の家族が療養を支える中で感じている思いに関する面接調査
那須∙あすみ（なす∙あすみ）、山崎∙佐枝子（やまさき∙さえこ）

NHO まつもと医療センター循環器内科

【背景】現在日本では心不全患者の急激な増加が問題となっている。心不全増悪の誘因には
セルフケア行動が占める割合が高いとされており、再入院の多くは予防可能といわれてい
る。慢性心不全患者にとって自宅での自己管理は、疾患を抱えたまま生活を送っていく上
で重要となる。心不全患者は高齢であることが多く、運動耐容能や認知機能の低下から患
者だけでは自己管理行動を適切に行うことが困難となる場合が多い。そのため家族が患者
の自己管理を支援する必要性が高まっているが、家族を対象とした指導方法は確立されて
いない。【目的】心不全患者の家族が患者の自己管理を支えるにあたり、困難と感じること
について明らかにする。【方法】当院入院歴のある65歳以上の心不全患者の家族に対しイン
タビューガイドを用いて半構成的面接を実施した。【結果】対象者は心不全患者6名の家族
で、妻2名、夫3名、息子1名、娘1名であった。患者自身が必要性を実感していないことや、
行動変容の難しさからセルフケア行動を自宅で実践することは容易ではなく、支える家族
は大変さを感じていた。患者目標が不明確なため、喧嘩になる、制限のある生活をかわい
そうと思い言えないといったことや、心不全特有の不確かな予後に対して不安を感じてい
た。【考察】患者・家族とともに目標を設定し、患者が継続できる療養指導を提供すること、
家族の負担感が増大しないように配慮しながら、心不全増悪時の不安に対し、具体的な指
導や精神的サポートをすることが必要であると感じた。退院後に関わる医療スタッフへの
引き継ぎを行うことでより、シームレスで包括的な関わりを行うことが重要であると考え
る。

P1-52-8
HBOC女性におけるリスク低減卵管卵巣摘出術（RRSO）の実施における課題
松山∙裕美（まつやま∙ゆみ）1,2,5、松本∙久宣（まつもと∙ひさのり）2,3、赤澤∙香（あかざわ∙かおり）4、小椋∙恵利（おぐら∙えり）3、
藤上∙友輔（ふじかみ∙ゆうすけ）3、赤木∙佳奈（あかぎ∙かな）3、伴∙健二（ばん∙けんじ）3、飛梅∙孝子（とびうめ∙たかこ）3、
巽∙啓司（たつみ∙けいじ）3、金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1,2、八十島∙宏行（やそじま∙ひろゆき）2,4

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター先端医療研究開発部分子医療研究室、 
2NHO 大阪医療センター遺伝診療センター、3NHO 大阪医療センター産婦人科、 
4NHO 大阪医療センター乳腺外科、5岐阜大学病院ゲノム疾患・遺伝子診療センター

【目的】遺伝性乳癌卵巣癌（HBOC）に対するリスク低減卵管卵巣摘出術（RRSO）の保険適用
開始以降、RRSOに関する相談、実施例が増加している。当院で、HBOCと診断された女
性39人（21-77歳）におけるRRSOの実施状況、既往歴や家族歴、RRSO希望の有無とその
理由、術後の状況について報告する。【方法】2018年7月から2024年3月の間に、治験を
除く遺伝学的検査でHBOCと診断された女性39人を対象に、既往歴、年齢、家族歴、家族
構成、BRCA検査の実施目的、遺伝カウンセリングの実施状況、RRSOに対するイメージ、
RRSO希望の有無と理由、術式、その後などの背景を電子カルテから抽出した。【結果】39
人中、3人は乳癌の進行で他界し、1人は緩和ケアのため転院していた。35人の内訳は下
記の通りである。RRSO実施：10人、RRSO予約中：2人。別の婦人科疾患で両側卵管・卵
巣切除済：2人。乳がん治療中や挙児希望などで現時点でのRRSO不可：14人。RRSO検討中：
7人。RRSOの実施率は30.3％であり、約7割が未実施であった。RRSO実施年齢の中央値
は49.5歳（40-63歳）であった。【考察・結論】RRSOが推奨される30 ～ 40歳代の女性は、
医学的・社会的要因により、女性はRRSOを含む予防的手術の適切なタイミングを逸する
可能性がある。実際、RRSO検討中の乳癌再発もあり、遺伝カウンセリングで提供する情報
とRRSOの実施時期については、十分かつ慎重に検討する必要がある。
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P1-53-7
東京医療センターで取り組む排尿ケアチームの排尿自立指導加算について
玉木∙亜矢子（たまき∙あやこ）1、中村∙憲（なかむら∙けん）2、金子∙雄太（かねこ∙ゆうた）2、服部∙盛也（はっとり∙せいや）2、
矢木∙康人（やぎ∙やすと）2、門間∙哲雄（もんま∙てつお）2、渡邉∙はる美（わたなべ∙はるみ）3、鬼頭∙由紀子（きとう∙ゆきこ）4、
高崎∙由利恵（たかさき∙ゆりえ）4、三上∙結香（みかみ∙ゆうか）4、石田∙麻美（いしだ∙あさみ）4、西山∙徹（にしやま∙とおる）2

1NHO 東京医療センター専従認定看護師、2NHO 東京医療センター泌尿器科、 
3東京医療保健大学皮膚・排泄認定看護師、4NHO 東京医療センター看護部

2016年に下部尿路機能の回復を目的とした包括的な排尿ケアに対して、週1回、算定の
期間の上限を12週とした、排尿自立支援が新設された。これは、入院中の患者のみが対象
だったが、2020年の診療報酬改定でさらに退院後の外来においても継続的な指導を行うこ
とができるよう、入院患者対象に、入院中から介入している患者に限り、外来で取得可能
な、外来排尿自立指導料が設定された。当院では前立腺癌に対する小線源治療症例を中心
に2017年から排尿自立指導料の算定を始めて、初年度63件だったが、2023年度は603
件まで算定件数が増加した。2020年からは外来排尿自立指導料の算定も開始し、2023年
は174件の算定を取得した。初期は泌尿器科疾患の術後を対象としていたが、現在では外科・
婦人科・整形外科・脳外科の術後の排尿障害も算定を取得することが可能な体制を整えら
れた。当院は急性期病院であり、在院日数は約10.7日間と短く、早期に介入することが重
要であると考え工夫をしてきた。その結果、入院中の加算の件数は増加したが、外来の加
算件数との乖離は大きく、外来における算定漏れが多いことが予想される。さらに、入院
時から外来のフォロー体制まで確立できれば、患者の排尿に関するQOLを上げることがで
きると考える。そのため現在進行形で行っている算定漏れの原因の検討の結果と、それに
伴う当院の排尿ケアチームの工夫について報告する。

P1-53-6
看護師の口腔ケア教育プログラムの実施 ‐ オーラルマネジメント委員会の
活動より ‐
藤原∙千尋（ふじわら∙ちひろ）1、山脇∙真衣（やまわき∙まい）1、胡木∙佳江（えびすぎ∙かえ）2、柳本∙恵美子（やなぎもと∙えみこ）2

1NHO 福山医療センター歯科衛生士室、2NHO 福山医療センター看護部

【はじめに】看護職は口腔ケアを日常生活援助技術の一つとして実施している。しかし、卒
後に口腔ケアの専門的な研修を受ける機会は少なく施設内での継続教育が必要である。当
院では、歯科衛生士と看護師の協働にてオーラルマネジメント委員会を発足し活動してい
る。当委員会において1年間を通した口腔ケア教育プログラムを実施しているので報告す
る。【方法】対象者は、卒後1年目・中途採用・外来からの配置換え看護師とする。当該委
員が教育プログラムに沿って対象者の指導を行う。教育ツールは、対象者に同等の指導が
できるようにポケットマニュアルを使用、短時間で学習ができるようにビデオ作成など行っ
た。前半は知識の習得に重点をおき、後半は対象者の実践状況の確認および口腔ケアシュ
ミレータを使用して基本技術の指導・確認をする。最終的に対象者による自己評価に加え
委員により他者評価を行う。評価項目は「とろみ作成」「義歯」「食事介助・ポジショニング」「口
腔ケア」とした。なお、教育ツールは歯科衛生士が作成し委員会内において歯科衛生士より
委員へ指導・教育を実施している。【考察・まとめ】自己および他者評価の結果、「とろみ作成」

「義歯」の項目は概ね実施ができていたが、「食事介助・ポジショニング」は不安な点が多く
自己評価が低い。また、「口腔ケア」の項目では口腔アセスメント時のライトの使用や保湿
ジェル使用方法については不十分であることが示唆された。また、歯科衛生士が委員への
指導を行うことで知識・技術の再確認および指導者としてのスキル向上も期待できる。今
後も歯科衛生士と看護師が協働して、より実践的な内容の継続教育が必要であると考える。

P1-53-5
認知症、脳疾患発症による高次脳機能障害の患者への院内デイケア導入の
取り組み
安達∙ゆり（あだち∙ゆり）

NHO 南和歌山医療センター看護部

【はじめに】A病院は地域の脳疾患基幹病院であり、認知症患者と共に脳疾患発症による高
次脳機能障害の患者が多い。認知症の行動心理症状やせん妄対策として離床を促すが、患
者は車椅子に乗車して刺激が少なく過ごすことが多い。離床中に楽しさや刺激を感じ、日
中の覚醒度が改善するなどを目的に院内デイケアの導入に取り組んだ。【目的】認知症、脳
疾患発症による高次脳機能障害の患者に対する院内デイケアの効果を検討する。【対象と方
法】対象は、脳外科病棟入院中の認知機能障害やせん妄症状がある、座位を1時間以上保持
できる、安静制限がない患者とし、病棟看護師が選定した。デイルームで週2回、30分間、
認知症看護認定看護師と作業療法士、病棟看護師が実施した。【結果】期間中、院内デイケ
アを31回実施し、1回の参加人数は平均5名、患者実人数は48名であった。リアリティー
オリエンテーションを意識した談話、参加患者に応じた体操やレクリエーションを行った。
これにより患者の反応は、「楽しそう」「積極的」の順に多く、一方「消極的」「無関心」とい
う反応もあった。【考察】院内デイケアでの他者との会話やレクリエーションは、患者に応
じた内容に工夫したことが楽しいという快刺激になり患者の積極的な言動に繋がったと考
える。反面、「消極的」「無関心」という反応もあり、個別の患者ニーズをより丁寧に理解し
工夫する必要がある。【結語】認知症、脳疾患発症による高次脳機能障害の患者への院内デ
イケアでは、患者個別のニーズに応じた内容を取り入れることで快刺激に繋がると示唆さ
れた。

P1-53-4
認知症マフ導入に取り組んだ活動の成果―コッターの組織変革理論を用い
た振り返りと今後の課題―
栗原∙由貴美（くりはら∙ゆきみ）、平野∙智子（ひらの∙ともこ）、井上∙範子（いのうえ∙のりこ）

NHO 熊本南病院看護部

【目的】
A病院急性期一般病棟では身体拘束軽減・解除へ向けた取り組みを進め、離床センサーを除
く身体拘束0を達成できたが、患者の点滴やチューブ類の自己抜去等への対応が必要であっ
た。このため、身体疾患の治療のために入院した認知症の人に対し、Twiddle muff認知症
マフ（以下、マフ）の導入を目指し、まふまふの会（以下、チーム）を発足した。コッターの
組織変革理論に基づき、マフ導入の取り組みを振り返り、成果と今後の課題を明確にする。

【倫理的配慮】
A病院倫理審査委員会の承認を得て実施した。

【方法】
コッターの「組織変革の8段階プロセス」を基に、チーム発足や運営について検討する。ま
た、マフを使用した患者5名を対象に、マフを活用したケア実践シートを用いて変化を比較
する。

【結果・考察】
第1段階では、マフの目的とケア方法の課題を共有し、その導入の必要性を強調した。第2
段階でチームを構築し、多職種の協力を得るための基盤を整備した。第3段階でマフ導入の
ビジョンを明確化し、活用ケアガイドを作成した。第4段階では、ビジョンを周知徹底する
ためコミュニケーション活動を展開した。第5段階では、病棟で変革を推進するためのリ
ソースや権限を提供した。第6段階では、患者がマフに愛着を持ち、表情や行動に変化が見
られ、自己抜去数0件など短期的な成果を得ることができた。これにより、変革のモメンタ
ムが維持され取り組みが効果的に実施されたと考える。

【結論】
マフの活用は認知症の人の療養生活を向上させるための有効な手段であることが示唆され
た。今後は、第7・8段階に進み、変革の規模を組織全体に拡大し、取り組みの継続と多職
種や地域との連携が課題である。
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P1-54-2
TBS解析における自動関心領域の有用性
長郷∙知未（ながさと∙ともみ）、今宮∙愛花（いまみや∙まなか）、尾崎∙槙哉（おざき∙しんや）、大浦∙弘樹（おおうら∙ひろき）

NHO 九州医療センター放射線部

（背景）当院ではX線骨密度測定装置の更新に伴い、Trabecular Bone Score（以下 TBS）
解析ソフトが装置に搭載された。TBSは骨強度の指標の一つである海綿骨微細構造を評価
することが可能であり、骨密度と同じ画像データから解析される。旧装置では高体厚の患
者に対し、手動での骨密度解析領域算出に苦慮することがあった。また手動での解析では
長期経過観察の再現性や客観性に懸念があった。（目的）被写体厚を変化させ、TBS解析に
おける自動関心領域（以下 自動ROI）の有用性を検討する。（方法）装置はHOLOGIC社製の
Horizonを使用した。精度管理用の腰椎ファントム（以下 QCファントム）の上にアクリル
板を重ね、アクリル板の厚さを0から200mmまで変化させた。撮影は臨床時の正面腰椎
の撮影モード（ファストアレイモード）、各10回測定した。自動ROIを用いて骨面積と骨塩
量、骨密度、TBSを解析した。（結果）アクリル板の厚さが増えるにつれて骨密度とTBSの
値は減少した。TBSは骨密度に比べて減少率が大きかった。TBSは骨密度に比べて各厚さ
での値の変動は小さかった。（考察）アクリル板の厚さが増えるにつれて透過線量の減少と
被写体散乱の増加から画像のコントラストが低下したしたことにより、自動ROIが骨面積
を過大に抽出したことが原因であると考えられる。（結論）自動ROIを用いたTBSの解析は
値にばらつきが少なく有用である。しかし高体厚の患者に対し過小評価になることを考慮
する必要がある。

P1-54-1
ファンビーム方式のX線骨密度測定装置における画像の歪みに関する検討
大竹野∙浩史（おおたけの∙ひろし）、大橋∙健三（おおはし∙けんぞう）、久保∙勝一（くぼ∙かつひと）、山口∙美穂子（やまぐち∙みほこ）、
柏井∙遥（かしわい∙はる）

NHO 和歌山病院放射線科

【背景】重症心身障害患者の骨折リスク評価に骨密度の測定が有用と言われている。当院で
新規に骨密度測定装置を導入するにあたり、骨密度測定の標準となる二重エネルギー骨X
線吸収測定法（dual energy X-ray absorptiometry : DXA）の原理に基づくX線骨密度測
定装置のALPHYS LF（富士フイルムヘルスケア（株））を2023年7月に導入した。【目的】
ALPHYS LFは、75kVと120kVの管電圧切り替え方式のX線発生装置と512個の素子によ
る検出器が対面する構造の一体型装置で、独自の広角ファンビーム方式によりビームの歪
みを抑え、より信頼性の高い骨密度測定値を提供するとされている。そこで重症心身障害
患者の骨密度測定に対する精度向上を図るために本装置のスキャン画像における歪み特性
について検討した。【方法】直径0.45mmの針金を方眼紙に縦横1cm間隔で格子状に貼って
自作したファントム（以下、格子状ファントム）を1cm厚、30cm正方形のアクリル板10
枚と重ねてALPHYS LFの走査領域の中央に位置するように撮影台に載せる。格子状ファン
トムを挟む位置をアクリル板の1枚目から10枚目と順次変更してスキャンを行った。デー
タ収集した格子状ファントム画像の縦方向（頭尾方向）と横方向（左右方向）の長さを測定し
実寸との比較を行った。【結果および考察】横方向（左右方向）の長さについては歪みが見ら
れなかったが、縦方向（頭尾方向）の長さについては、格子状ファントムを挟む位置が下の
段になるほど実寸より長くなる傾向にあった。ファンビームによる画像の拡大によるもの
と考えられる。

P1-53-9
こども医療電話相談事業が夜間も対応可能になったことでの利用状況の調査
山崎∙洋子（やまざき∙ようこ）、菊池∙恵美（きくち∙えみ）、藤尾∙恭子（ふじお∙きょうこ）、駒林∙みわ子（こまばやし∙みわこ）

NHO 盛岡医療センター看護部

【はじめに】当院では、令和元年から小児2次輪番病院として小児科医師1名と看護師1名で
救急車や急患の受け入れと同時に電話対応を行っている。こども医療電話相談事業（以下、
♯8000）は、休日夜間における小児の症状等に関する電話相談を目的に地域の実情に応じ
て実施している。令和5年2月より♯8000事業が夜間も可能となったことで輪番の受診状
況を調査し、患児保護者の♯8000の認知度と利用状況について明らかにする。【方法】対
象者は7月～ 11月小児輪番に電話してきた患児保護者に、♯8000の利用の有無を聴取し
知らない方には周知を行う。また小児輪番受診後入院した患児保護者に♯8000の周知度と
利用状況に関する選択式の設問による質問紙調査を実施。【結果】輪番への電話件数は619
件、うち受診397件（64％）、入院53件（8.6％）、222件（36％）は看護師がトリアージで
解決していた。電話相談内容の86％は「受診が必要かどうか」「症状の対処方法について」
であった。♯8000事業の認知度は聞き取り件数163件、うち知っている76件（46.6％）
であった。♯8000利用状況は、入院中回答を得られた22名のうち11名（50％）、さらに
＃8000を利用したいと21名（95％）が答えた。【考察】保護者の不安の程度は様々であるが、
夜間保護者が不安を抱えたときにすぐ相談できる＃8000を利用することで不安の軽減が図
れると二次輪番の適正受診に繋がると考える。かかりつけ医や地域医療機関と共に、夜間
体調不良時にすぐ受診ではなく夜間安心して過ごせるようどうするか日頃から考えておく
必要がある。【結論】＃8000の認知度は低いが利用希望者は多いことから、不安軽減への
働きかけと＃8000の認知度向上が必要である。

P1-53-8
がん患者指導管理料（イ）算定に向けた取り組みと今後の展望～多職種連携
を通して得られた成果と課題～
宮嶋∙純子（みやじま∙じゅんこ）1、渡辺∙歩美（わたなべ∙あゆみ）2、高木∙健太（たかぎ∙けんた）3

1NHO まつもと医療センター西4病棟がん化学療法看護認定看護師、 
2NHO まつもと医療センター東4病棟皮膚・排泄ケア認定看護師、 
3NHO まつもと医療センター西5病棟摂食・嚥下障害看護認定看護師

【はじめに】がん患者指導管理料（イ）は、患者の病状理解と治療の意思決定が十分になされ
ているのかを測る指標であり、医師が看護師（がん領域に関わる認定看護師等）と共同して
診療方針について話し合い、その内容を文書等により提供した場合に算定することができ
る。当院では、令和元年度より同加算の算定を開始した。しかし、医師に対する算定の周
知不足、認定看護師が病棟業務に従事している背景から、タイムリーに病状説明に介入で
きない現状があった。現状を踏まえ、令和5年度9月期より、算定に向けた取り組みを強化
した。結果、前年度と比較して2倍以上の算定件数に繋げることができた。【実践】算定件
数増加に向けて、以下（1）～（3）の取り組みを実施した。（1）算定可能な認定看護師活動日
の曜日を固定し、平日の日勤帯には“がん看護支援”の役割を担う認定看護師1名の配置と
体制の整備、（2）医局会等による医師への再周知、（3）医師事務作業補助者による対象患者
の抽出、特に（3）については、がんと診断された患者さんの病状説明に漏れなく同席する為
に、多職種連携やフロー・予定実績表を作成し、事前に算定対象の患者を抽出できる仕組
みづくりをした。【結果】算定件数はR4年度25件に対し、R5年度58件と大幅に上昇した。
この結果は、認定看護師の体制整備・多職種連携・ツール作成による可視化の成果である
と考える。取り組みのなかで、病状説明のみの同席・介入だけではなく、治療を行う過程で、
がん患者・家族が不安に感じていることや困難に生じていることに対し、継続した支援体制・
そのあり方について課題となっている為、次年度に向けて取り組みを強化していきたい。
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P1-54-6
内視鏡検査時における従事者の被ばく線量低減についての基礎的検討
天野∙亜美（あまの∙あみ）1、佐藤∙一徳（さとう∙かずのり）1、宮本∙阿弓（みやもと∙あゆみ）1、花房∙範計（はなふさ∙のりかず）1、
小室∙普嗣（こむろ∙あつし）1、西野∙敏博（にしの∙としひろ）2

1NHO 神戸医療センター放射線科、2NHO 大阪医療センター放射線科

【目的】当院では内視鏡検査時に鉛防護板が干渉するとの理由で鉛防護板を使用しない医師
の被ばく線量が高いことが問題となっている．2023年2月にアンダーチューブ・オーバー
チューブ（以下アンダー型，オーバー型）を容易に変更可能なCアーム型FPD搭載エックス
線TV装置導入に伴い，散乱線量を測定して内視鏡検査時における最適な放射線防護環境の
構築を目的とする．【方法】散乱線量測定は医療用エックス線装置基準の標準試験方法（JIRA）
に基づき散乱体は20cm厚のアクリル板を用いた．測定点は患者照射（旧IVR）基準点から
50cm間隔で高さ100cmと150cmとした．撮影条件は自動露出機能を有効にして透視時
の散乱線量を測定した．測定にはアンダー型とオーバー型，鉛防護板の有無のそれぞれで
測定し，術者と介助者の立ち位置での被ばく線量を比較検討した．【結果】測定結果として
高さ100cm地点で術者位置ではアンダー型の被ばく線量が高く，介助者の位置ではオー
バー型の被ばく線量が高くなった．150cm地点で術者位置ではオーバー型の被ばく線量が
高く，介助者の立ち位置でアンダー型の被ばく線量が高い傾向を示した．鉛防護板の使用
を推奨することで，術者の立ち位置での被ばく線量が低減された．【結語】内視鏡検査時に
おける最適な放射線防護環境は鉛防護板を装着し，アンダー型での検査が有効であること
が示された．

P1-54-5
診断参考レベルを利用したX線TVの条件の最適化
原田∙高行（はらだ∙たかゆき）、松崎∙和浩（まつざき∙かずひろ）、池本∙智博（いけもと∙ともひろ）、新木∙貴史（あらき∙たかふみ）

NHO 金沢医療センター中央放射線部

【目的】X線TVにおいて被曝低減のためX線の条件の最適化を行い, 診断参考レベル（DRLs）
から妥当性の評価をする.【方法】X線TVの面積空気カーマ積算値（PKA）, 基準空気カーマ（ 
Ka,r ）, 透視時間, 撮影回数の調査と手技を行う医師への聞き取りを行った. 検査項目毎に被
曝低減へ有効と考えられたX線条件の変更を行った. X線条件の変更前後のPKA, Ka,r , 透視時
間, 撮影回数をDRLsと比較し, 妥当性を評価した.【結果】X線条件の変更により被曝線量の
低減ができた. X線TVの被曝線量の大部分は透視線量によるものであった. 検査項目によっ
てはDRLsと自施設の透視時間と撮影回数の乖離が大きいものがあった. X線条件の変更後
でも極端な透視時間の延長や撮影回数の増加は無かった.【考察】X線TVの被曝の大部分は
透視によるものであり, 透視パルスの低減が特に有効と考えられた. 透視時間と撮影回数が
DRLsと自施設で大幅に異なる検査項目は実際の内容が異なっていると考えられた. X線条
件変更前後で透視時間の延長や撮影回数の増加が無いか比較することでX線条件変更の妥
当性を評価できた. 透視時間と撮影回数は直接被曝線量を表すものではないが, 診断参考レ
ベルの検査項目の内容と自施設の内容の一致を確かめこと, X線条件の変更による手技への
影響を評価することに有用と考えられた. 【結論】DRLsを利用にすることでX線TVの条件
の最適化をでき, 手技への影響なく被曝低減ができた. 

P1-54-4
血管撮影におけるDRLs2020と評価
民田∙樹生（たみだ∙たつき）、北田∙和樹（きただ∙かずき）、吉川∙貴之（よしかわ∙たかゆき）、森下∙浩（もりした∙ひろし）

NHO 豊橋医療センター放射線科

【背景・目的】DRLs2020にて、IVRにおいては患者照射基準点における透視線量率（mGy/
min）と手技別の装置表示値で患者照射基準点線量Ka,r（mGy）および面積空気カーマ積
算値PKA（Gy・cm2）が設定された。患者照射基準点における透視線量率（mGy/min）は
DRLs2015では20（mGy/min）だったがDRLs2020で17（mGy/min）に改定された。当
院では患者の体格や治療目的により、透視線量をLow、Middle、Highで使い分けてい
る。また被ばく管理として2Gyで術者に口頭で伝え、3Gyを超えた場合、患者本人または
家族に説明を行っている。そこで今回は、線量計を用いたLow、Middle、Highの透視線
量率（mGy/min）の測定と、装置の表示線量との比較評価を行ったので報告する。【方法】
IVRに伴う放射線皮膚障害の防止に関するガイドラインに沿って、心臓（冠動脈）で使用し
ているプロトコルのLow、Middle、Highの3段階で計測時間を1分間、計3回ずつ測定
した数値を平均値とした。DRLs2020にて改定された透視線量率と、さらに装置に表記さ
れた線量との比較評価を行った。【結果・考察】心臓（冠動脈）の使用プロトコルで、Lowが
10.15mGy/min、Middleが15.28mGy/minと 低 か っ た が、Highは37.24 mGy/min
と高かった。当院ではPCIの時に使用しているためステントの位置確認を正確に行えるよ
うに、より高く設定されていると考えられる。また使用した線量計ではLow10.2mGy、
Middle15.0mGy、High36.3mGyで あ り、 装 置 表 記 線 量 は そ れ ぞ れLow11.0mGy、
Middle16.4mGy、High39.2mGyであり7 ～ 8％の差があった。適正な被ばく管理を行う
ためには、定期的な線量計の数値と装置表記線量を比較評価していくことが重要であると
考えられる。

P1-54-3
血管撮影室の空間線量率測定と被ばく低減の検討
北田∙和樹（きただ∙かずき）、民田∙樹生（たみだ∙たつき）、森下∙浩（もりした∙ひろし）、吉川∙貴之（よしかわ∙たかゆき）

NHO 豊橋医療センター診療放射線科

【目的】
2020年4月1日に電離放射線障害防止規則が改正され、2021年4月1日から施行・適用
された。眼の水晶体の被ばく限度等が見直され、放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける
等価線量を1年間につき150mSv以内とされていたが、5年間につき100mSv以内および
1年間につき50mSv以内に引き下げられた。検査や治療内容によっては長時間従事する術
者や医療スタッフもいるため、今回は当院での血管撮影における透視下で、血管撮影室の
空間線量率を測定し、被ばくの線量管理と低減方法を検討した。

【方法】
IVRに伴う放射線皮膚障害の防止に関するガイドラインに沿って機器の幾何学的配置を行
い、透視条件のもと、X線束を中心に1辺3mとした正方形内の四方50cm間隔をポイント
とした合計49ポイントをとり、測定可能な地点の床から1.0mと1.5mで空間線量率を測
定した。さらに天吊防護板の対策を施した場合も測定し、有無による比較検討を行った。

【結果】
床から1.0mよりも1.5mで空間線量率が低く、さらにX線束から離れるほど低下した。ま
た天吊防護板を用いた場合、術者立ち位置の透視における空間線量率が1.0mで68%、1.5m
で93%低減した。また術者立ち位置から50cm離れると、床からの高さ1.0mで55%、1.5m
では51%低減した。天吊防護板を配置して透視を行うこと、可能な限りX線束から距離を
取ることで被ばく低減効果が認められた。そのため定期的に線量測定を行い血管撮影室の
空間線量率を把握し、注意喚起によって術者を含む医療スタッフが被ばくに対して意識す
る事で被ばく低減につながると考える。
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P1-55-1
CVポートおよびPICC使用時の造影剤注入圧の安全評価
木村∙勇太（きむら∙ゆうた）、小山∙悟司（こやま∙さとし）、秋里∙琢馬（あきさと∙たくま）、驫木∙貴大（とどろき∙たかひろ）、
金城∙佑奎（きんじょう∙ゆうき）、寺尾∙佳祐（てらお∙けいすけ）、大友∙樹（おおとも∙いつき）、辻原∙敏隆（つじはら∙としたか）、
水嶋∙徳仁（みずしま∙なるひと）、冨吉∙秀樹（とみよし∙ひでき）

NHO 東広島医療センター放射線科

【目的】当院では造影CT検査のとき、CVポートやPICCを利用して検査を行うことがある。
現在当院で使用しているCVポートとPICCの最大注入速度はそれぞれ添付文書にて5ml/
s、3ml/sであるが、この時の注入圧が注入時に使用するシリンジの許容注入圧（13Kg/
cm2）を超えていないか不明である。今回、安全に検査を行うために実際の許容注入圧を
知る必要がある。【使用機器】イオプロミド300　イオプロミド370　CTインジェクター　
デュアルショットGX7　根本杏林堂【方法】2種類の造影剤で、造影剤温度を40度と20
度のもので、注入速度をCVポートでは2 ～ ml/s、PICCでは2 ～ 3ml/sで、注入速度を
1ml/sごとに変化させ、注入圧がどのように変化するか測定した。それぞれの注入速度で
3回測定し注入圧の平均値を求めた。また、測定結果をもとに各デバイスでシリンジ許容の
注入圧を超えていないかどうかを調べた。【結果・考察】CVポート、PICCの両方で注入速度
が速く、温度が低いほうが注入圧は高くなった。また、造影剤濃度を変化させた場合には
濃度の高いイオプロミド370のほうが注入圧は高くなった。CVポートで造影検査を行う際、
加温したイオプロミド300であれば5ml/sでも許容の注入圧を越えなかった。一方、イオ
プロミド370では5ml/sの時のみ許容注入圧を超える結果となった。PICCで造影検査を行
う際、加温した造影剤を使用し、3ml/sまでであれば、どちらの造影剤でも許容の注入圧
を越えなかった。【結論】加温した造影剤を使用することで、CVポートはイオプロミド300
であれば5ml/s、イオプロミド370では4ml/s以内で安全に検査が可能であり、PICCでは
3ml/s以内で安全に検査が可能であることが示唆された。

P1-54-9
MRI検査時における麻薬含有貼付剤の取り扱い運用に向けての取り組み
岡原∙継太（おかはら∙けいた）、本多∙武夫（ほんだ∙たけお）

NHO 九州がんセンター放射線技術部

【目的】MRI検査は電磁波を人体に照射するため体温の上昇を伴う検査であるが、一方、麻
薬含有貼付剤（以下貼付剤）の添付文書には＜本剤貼付部位の温度が上昇すると薬剤の吸収
量が増加し、過量投与となり死に至るおそれがある＞と記載されている。そこで、貼付剤
を貼付した患者のMRI検査を実施するための運用について検討したので報告する。【方法】
運用における問題点を洗い出し関係職種と協議後運用を決定し、院内における医療安全マ
ニュアルに明文化する。各職種から問題提起された検討項目としては貼付剤の定期処方に
おけるスケジュール管理と検査時に剥がすことによる治療の中断時間や廃棄保管をどのよ
うにするか、また再貼付時の対応やその確認方法さらに患者が貼付剤の持参を忘れた場合
の対応等である。【結果】検査部位に関係なくMRI検査時には貼付剤を剥がすこととした。
また、剥がして検査終了後の再貼付までは患者本人がおこない、廃棄分は保管袋に入れス
タッフが受け取り、再貼付を確認して帰宅とする。定期処方の場合検査後の再貼付分が不
足するため検査オーダー時に貼付剤を1枚分処方する。貼付剤の持参忘れの場合は検査当日
の処方となるが、同日の院外処方の場合を考慮し処置による処方として運用することとし
た。【結論】安全にMRI検査を実施するにはあらかじめリスクを把握し対応することが重要
であり、多職種で協議することで各専門職の視点で幅広い情報取集が可能となり問題提起
や解決に向けた運用の取り決めができた。

P1-54-8
当院での肺野動態検査に関しての報告
吉野∙雅志（よしの∙まさし）1、安達∙北斗（あだち∙ほくと）1、金子∙誠則（かねこ∙しげのり）1、石光∙雄太（いしみつ∙ゆうた）2

1NHO 山口宇部医療センター放射線科、2NHO 関門医療センターリハビリテーション科

【背景】当院では2021年度末にコニカのCS-7とKINOSIS（X線動画解析ワークステーショ
ン）を導入し肺野動態検査を2023年度に88件45人に行った。その中で呼吸機能検査など
他検査との比較や検査の際に気づいたことなどを報告し他施設での参考にしてもらいたい
と考えた。

【目的】肺野動態検査の有用性を確認する。
【方法】当院で2023年度に3回以上肺野動態検査を行った患者の呼吸機能検査との比較や呼
吸器リハビリ後の肺野動態検査の解析を行う。また当日の患者状態などから肺野動態検査
の解析結果との関連を考える。

【結果】呼吸機能検査や呼吸器リハビリ後などに、肺野動態検査の解析結果と相関する事例
を確認できた。

【考察】肺野動態検査は治療や呼吸器リハビリなどの効果判定として活用していけるものと
考える。

【結語】肺野動態検査の有用性を確認することができた。

P1-54-7
X線透視室における整形外科医の被ばく線量適正化に向けた取組みについて
有馬∙悠貴（ありま∙ゆうき）、宮本∙宏太（みやもと∙こうた）、梅津∙隼仁（うめつ∙はやと）、佐藤∙豊樹（さとう∙とよき）、
高橋∙大樹（たかはし∙ひろき）

NHO 盛岡医療センター放射線科

【背景・目的】整形外科医が行う腰部神経根ブロック（SRB）などは、針を持つ手指が直接X線
を浴びるため高線量の被ばくをする手技である。その被ばくの影響による皮膚がん発症や
指の切断の報告もあるため、手指被ばくの低減は喫緊の課題である。また、同時に近年、
水晶体の等価線量限度が大幅に引き下げられ、水晶体被ばく防護の重要性が高まっている。
当院では、被ばく低減対策として、SRBの際はアンダーチューブ方式（UT）で、照射野を絞
り、防護グローブ、防護ゴーグルを着用している。本検討ではこれらの防護策による手指・
水晶体に対する被ばく低減効果の検証を行った。

【使用機器】CANON社製CアームX線透視装置、腹部用水ファントム、電離箱式線量計、
非接続型半導体式X線測定器、鉛当量0.039mm防護グローブ

【方法】（1）照射野サイズ変更、防護グローブの有無による、オーバーチューブ（OT）・UT
のファントム上の線量、医師の立つ位置における高さ170cmの空間線量を計測した。（2）
照射野サイズを変更し、OT・UTの高さ170cmの空間線量を測定した。

【結果・考察】（1）OTよりもUTのファントム上線量が低減した。照射野サイズを小さくす
るほど、ファントム上線量はOTでは高くなり、UTでは低くなった。UTは照射野を小さ
くするほど面積線量値は上昇したが、散乱線が少なくなったためファントム上線量は低下
したと考えられた。また、防護グローブ使用による被ばく低減効果はどちらの場合も認め
られた。（2）OTよりもUTの方が高さ170cmの空間線量は低くなった。

【結語】UTで照射野を小さくすることにより最大限の被ばく低減効果が得られた。
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P1-55-5
Dual-energy CTにおける造骨性骨転移のヨード描出に関する基礎的検討
福田∙晋久（ふくだ∙あきひさ）、村田∙潤平（むらた∙じゅんぺい）、矢ヶ部∙りな（やかべ∙りな）

NHO 北海道がんセンター放射線診療部放射線科

【背景・目的】Dual-energy CT（DECT）は、異なるエネルギースペクトルの投影データを取
得することで物質弁別や仮想単純画像、実効原子番号の計測などの情報を得ることができ
る。物質弁別の技術は、ヨード造影剤と軟部組織など原子番号の差の大きい物質間の弁別
と比較し実効原子番号の高い骨組織ではしばしばヨード含有量を過大に評価されているこ
とがある。そのため本研究では、ヨードの含有量が骨組織にどの程度影響を与えるか評価
し、従来のSingle-energy CT（SECT）では評価困難なことがある造骨性骨転移の病変の指
摘や治療効果の判断に用いる基礎資料の提供することを目的に、実効原子番号が骨組織に
近いアルミニウム（原子番号：13）を用いヨード描出能の評価を行う。【方法】本研究ではヨー
ド造影剤を用い様々なCT値のファントムを作成する。作成したヨード造影剤ファントムを
アルミニウムの周囲に配置し、特定の物質を強調、抑制して画像化する物質弁別画像を用
いヨードと水、ヨードとカルシウム（Ca）、ヨードとハイドロキシアパタイト（HAP）につ
いて密度値の評価を行った。【結果・考察】ヨードとアルミニウムの密度値は、基準物質：水

（16.9/475.6、64.4/477.1、174.9/475.7）、基準物質：Ca（-573.2/-896.8、-542.0/-
894.5、-470.7/-897.7）、 基 準 物 質：HAP（-215.7/-199.7、-189.1/-198.1、-127.6/-
199.8）と変化し、HAPを基準物質とした場合にヨードの濃度によってヨードとアルミニウ
ムの密度値の差が減少した。そのため、造骨性骨転移の病変におけるヨードの集積を評価
するにはCaを基準物質とした画像が適していると考えられた。

P1-55-4
腎動静脈血管描出を目的とした3D-CT撮影における被ばく低減を考慮し
た新規造影法の検討
上杉∙尚行（うえすぎ∙なおゆき）、松下∙敦彦（まつした∙あつひこ）

NHO 関門医療センター放射線科

【背景・目的】従来、腎動静脈3D-CTA撮影をボーラストラックング法（以下：BT法）にて行っ
ていた。しかし、動脈相と静脈相をそれぞれ撮影することによる被ばく線量の増加や3D作
成時のミスレジストレーションの発生が問題点としてあった。そこで、新しい造影方法と
して、TBT法を改良したTBT変法による腎動静脈1相撮影を考案した。【方法】2023/3/22
～ 2024/4/1までの約1年間の撮影画像より大動脈、腎動脈、下大静脈、腎静脈のCT値
を測定し、従来法と比較した。【結果】従来法と比較し、TBT変法では1相撮影なので、腎
動脈のCT値は従来と変化なかったが、腎静脈のCT値は低い値となった。そこで、腎静脈
のCT値を持ち上げるために、フィルタを使用しCT値を1.4倍にすることが可能となった。
そのことにより、3D作成時間の短縮にもつながった。【結論】TBT変法を用いることで、腎
動脈のピークとテスト注入で使用した造影剤が腎静脈に流入するタイミングで撮影をする
ことで、ミスレジストレーションがなく、さらに撮影回数も1回なので、被ばく低減を考慮
しつつ、今回の問題点を解決することが可能となった。また、腎静脈のCT値が低くなった
場合は、フィルタ処理によりCT値を1.4倍にすることで、3D作成時間の短縮や描出能の
向上が可能となった。

P1-55-3
サブトラだけ！？～頭部3D－CTAプロトコルの再構築～
東谷∙健太（ひがしたに∙けんた）

NHO 関門医療センター放射線科

[目的・背景]脳動脈瘤や出血といった症例では、頭部3D－CTA検査が必要である。ま
た、救急対応の患者である場合、迅速な画像提供が必要になり、治療方針によってはコイ
ル塞栓術を行う可能性もあるため、検査と治療で使用する造影剤の使用総量を減らすこと
がポイントになる。また3Dのクオリティには、作成する者の技量によって差が生まれる。
また、作成時間についても同様である。これらの問題を解決するため、数学的処理である
Subtractionのみによって、3Dの作成を行う本プロトコル及び手法を考案したため、発表
する。[方法]本手法によって作成された3D画像のクオリティを3段階（good、normal、
bad）に分けて評価を行った。[結論]検討により、本手法は3D画像のクオリティの面にお
いて有用であることが示唆された。また、作成時間においてもSubtractionのみで画像の
作成が行えるため、技師の技量に寄らず非常に短時間での作成が可能になる。

P1-55-2
肝臓ダイナミックCTの線量最適化に向けた取り組み
柳澤∙崇登（やなぎさわ∙たかと）、南∙和芳（みなみ∙かずよし）、新木∙貴史（あらき∙たかふみ）

NHO 金沢医療センター放射線部

【背景・目的】当院ではAquilion CXL（キャノンメディカルシステムズ社製64列CT）と
Brilliance（Philips社製64列CT）の2台が稼働しているが、Aquilion CXLにおける肝臓ダ
イナミック撮影がDRLs2020およびBrillianceと比較しCTDIvolが1.7倍近く高い数値で
あった。そこで本研究では現在稼働しているCT装置2機種間で物理評価を行い、Aquilion 
CXLの肝臓ダイナミックの撮影条件を最適化することを目的とする。【方法】各装置にて
現在使用している撮影条件を用いてCatphanを撮影し、画像解析ソフトCTmeasure

（Japanese Society of CT technology）にてNPS・TTF・CNRloを取得。Aquilion CXL
にて現状の撮影条件から線量を段階的に低減させた条件で再度NPS・TTF・CNRloを取得
し物理評価を行う。【結果】当日開示【結論】当日開示
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P1-56-4
作業療法士による認知機能評価を心不全退院時指導に活用した3症例に関
する報告
篠崎∙大智（しのざき∙だいち）1、佐藤∙優（さとう∙すぐる）1、小林∙未知矢（こばやし∙みちや）1、田中∙志歩（たなか∙しほ）1、
濱口∙春妃（はまぐち∙はるき）1、西∙宏和（にし∙ひろかず）1、丹羽∙朗子（にわ∙あきこ）1、石塚∙裕大（いしづか∙ひろだい）1、
笹原∙捺未（ささはら∙なつみ）3、阿部∙佑希乃（あべ∙ゆきの）4、高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）2、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）2、
荻原∙博（おぎはら∙ひろし）2、広井∙知歳（ひろい∙しとし）2、小川∙哲史（おがわ∙てつし）5

1NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科、2NHO 高崎総合医療センター心臓血管内科、 
3NHO 高崎総合医療センター薬剤部、4NHO 高崎総合医療センター栄養管理室、 
5NHO 高崎総合医療センター外科

【はじめに】心不全患者を対象とした大規模研究では身体的フレイルや社会的フレイルに加
えて認知機能の低下も再入院率に関与することが報告されており、入院中に認知機能を評
価することは再入院を予防する上で重要である。

【活動内容】当院では2023年2月から作業療法士（OT）も心臓リハビリテーションに加わ
るようになった。Japanese version of Montreal Cognitive Assessment（MoCA-J）、
Frontal Assessment Battery（FAB）等の認知機能検査を実施し、多職種カンファレンス
で情報を共有している。認知機能検査の結果が基準値未満の患者においては、退院後に適
切な自己管理ができなくなる可能性があるため、他職種と相談して退院時処方の一包化、
服薬指導時のキーパーソンの同席などといった介入に繋げている。今回、認知機能検査の
結果を他職種と共有して心不全退院時指導に活用した3症例を報告する。

【まとめ】OTが介入する前は各職種が主観的に認知機能を評価して退院時指導を実施してい
た。OTが認知機能を客観的に評価することにより、退院時指導の際に薬剤一包化やキーパー
ソンの同席などといった介入が必要な患者が明確になり、効果的な退院時指導に繋げるこ
とが可能になったと考える。今後はフローチャートを作成することなどにより、退院時指
導の際に介入が必要な患者を可視化・標準化できるように努めていく。

P1-56-3
写真ボードの導入により主体的な表出手段の獲得した自閉スペクトラム症
を合併したDuchenne型筋ジストロフィーの例
髙杉∙里菜（たかすぎ∙りな）1、堀内∙奨（ほりうち∙しょう）1、三橋∙里子（みはし∙さとこ）1、梶∙兼太郎（かじ∙けんたろう）1、
村上∙てるみ（むらかみ∙てるみ）2

1NHO 東埼玉病院リハビリテーション科、2NHO 東埼玉病院神経内科

【背景】自閉スペクトラム症（以下,ASD）者は表出面のコミュニケーションスキル獲得に困
難を抱えている.今回,ASDを合併したDuchenne型筋ジストロフィー（以下,DMD）者に
対して写真ボードを用いたコミュニケーション支援を行い,主体的な表出手段が獲得できた
ため,以下に報告する.【症例提示】20歳代男性.X－18年,ASDと診断.X年5月,当院長期療
養病棟に入院,同月に作業療法開始.機能障害度分類stage7,上肢機能障害度分類ステージ
6,療育手帳A1.ADL全介助.夜間のみNPPV使用.表出手段は発声一音のみで,表情や視線か
ら訴えを読み取る配慮が必要.写真や絵の識別可能で,視覚理解が良好.X＋1年4月,看護師
より,本人とのコミュニケーションに関する相談あり,主体的な表出手段の獲得を目的に介
入開始.視覚理解が良い点を考慮し,写真ボード（病棟生活で要求頻度や必要性の高い5つの
物品の写真を1つに掲示した.）導入.5項目の写真と各物品のマッチング可能.リハビリ場
面で,排痰時にティッシュを指さす等の反応を示した.X＋2年3月,病棟場面での導入可否
を判断するため,他職種に写真ボードの試用を依頼.試用後にアンケートを実施し,｢意思を
伝えやすいように感じた｣等の感想を得た.【考察】ASD者のコミュニケーションでは,要求
場面を活用した支援が有効である.（小山ら,2022）本症例においても,病棟生活で要求頻度
や必要性が高い物品を写真ボードの項目にしたことで主体的な意思表示の獲得に繋がった
と考える.また,ASD者が得意とする視覚的情報処理に焦点をあてた介入が有効である.（中
村,2009）従って,写真ボードを用いたコミュニケーション支援は,ASDを合併したDMD者
の主体的な表出手段として有効である事が示唆された.

P1-56-2
児童思春期病棟における個別作業療法の必要性について
山田∙亜夢未（やまだ∙あゆみ）、平位∙和寛（ひらい∙かずひろ）、川合∙優子（かわい∙ゆうこ）、田中∙成和（たなか∙しげかず）、
三好∙紀子（みよし∙のりこ）

NHO 肥前精神医療センターリハビリテーション科

【はじめに】児童思春期病棟は包括病棟であり、作業療法士（以下OT）の配置規定がないた
め全国的にその分野に関わるOTは少数で、関連報告も少ない。また精神科作業療法は「精
神疾患を有する者の社会生活機能の回復を目的に行うもの」と定義されているが、学齢期か
ら成人期まで幅広い年齢層が入院している当該病棟では集団の中で目的を達成することに
は限界がある。今回自宅復帰を目的とする一症例に個別作業療法を通じて関わる中で、OT
の必要性について再考したため報告する。

【症例】ASDの10歳代後半の女性。中学生より自傷が続き入院。縊首未遂や金属ネジの異
食既往あり。他者に対して易刺激性あり、突発的な自傷リスクが高いため、常に看護師の
見守りの下集団活動に参加している。自宅退院に向けてセルフケア能力向上を目的に個別
作業療法が開始となった。

【経過】開始時はOTとの関係性構築を目的に創作や散歩を行い、3か月後、生活訓練の開
始をチームで協議し決定した。症例と目的を共有した上で、自宅で必要なスキルや希望を
聴取し、一人で軽食の準備、洗濯ができることを目標に現在も訓練を継続中である。また、
対人技能向上を目的に社会生活技能訓練プログラムへの参加に繋げた。

【考察】退院後の生活に必要なセルフケアを具体化・明確化し、共有することで症例の治療
意欲を高めることに繋がり、自傷リスクが高い症例でもより目的性の高い活動に取り組む
ことができた。当病棟では入院が長期化すると、疾患特性と相まって社会経験の乏しさに
よる二次的障害の可能性は否定できないため、作業療法を通じて個別性のある介入を行っ
ていき、スムーズに社会復帰に繋げていくことが必要であると考える。

P1-56-1
安定的な地域生活を支える精神科作業療法の取り組み～「こころケアプロ
グラム」の試み～
和田∙舞美（わだ∙まみ）1、須賀∙裕輔（すが∙ゆうすけ）1、村田∙雄一（むらた∙ゆういち）2、北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）3、
白川∙美玖（しらかわ∙みく）1、山元∙直道（やまもと∙なおみち）1、亀澤∙光一（かめざわ∙こういち）1、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）1、
吉村∙直記（よしむら∙なおき）1、三田村∙康衣（みたむら∙やすえ）4、梅本∙育恵（うめもと∙いくえ）4、井上∙真里（いのうえ∙まり）4、
片柳∙章子（かたやなぎ∙あきこ）4、久我∙弘典（くが∙ひろのり）4

1国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部、 
2埼玉県立精神保健福祉センター社会復帰部、3NHO 久里浜医療センター診療部リハビリテーション科、 
4国立精神・神経医療研究センター認知行動療法センター

【はじめに】当院は,精神科救急を含む2病棟の入院医療と精神科デイケア･外来作業療法を
提供している.入院医療において早期の地域移行が求められているが,再入院を繰り返して
しまう症例も少なくない.こうした症例の多くは,過去の失敗体験やネガティブ思考への捉
われやすさがあり,地域生活に困難さを抱えている.安定した地域生活を支えるため,当院の
利用者特性に応じた外来プログラムが必要であると考え,当院の認知行動療法センターと連
携し「こころケアプログラム」を立案し運営を開始したため報告する.【対象と方法】こころケ
アプログラムの対象は,当院外来患者とし,診断による制限は設けなかった.セッションは全
14回.リカバリーを目指す認知療法の視点を取り入れた他,マインドフルネス,セルフコン
パッション,ポリヴェーガル理論などの治療要素を取り入れた.各セッションでは心理教育
の他,グループワーク等を行った.その際,強い対人緊張や不安感を抱きやすい参加者に配慮
し,自身の好きなことや得意なものを共有してもらったり,身体的な快感情を想起させる内
容を多く取り入れた.【結果・考察】参加者からは,「自分を労わるという視点を持ったことが
なかった」「自分を客観的に見るきっかけになった」「思いのほか自分自身に厳しくしてい
たと気付いた」「みんな悩んでいるんだと共感できた」といった感想が聞かれた.個人ワーク
や集団内の交流を通して自己理解に繋がっていた.また,こころケア参加をきっかけにデイ
ケア等に繋がったケースも見られている.今後は評価尺度を用いた効果測定を行い,より効
果的な治療アプローチとなるよう改編していきたい.
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P1-57-3
特異な食習慣を背景とした食餌性イレウスを契機に進行下行結腸癌の診断
に至った一例
池田∙瑛（いけだ∙あきら）1、内藤∙愼二（ないとう∙しんじ）1、叶∙晶嘉（かのう∙あきよし）2、
権藤∙佳澄（ごんどう∙かすみ）2、大山∙格（おおやま∙ただし）2、朝長∙道人（ともなが∙みちと）2、行元∙崇浩（ゆきもと∙たかひろ）2、
田中∙雄一郎（たなか∙ゆういちろう）2、日野∙直之（ひの∙なおゆき）2、有尾∙啓介（ありお∙けいすけ）2、綱田∙誠司（つなだ∙せいじ）2、
黨∙和夫（とう∙かずお）3、田場∙充（たば∙みつる）4

1NHO 嬉野医療センター教育研修部、2NHO 嬉野医療センター消化器内科、 
3NHO 嬉野医療センター消化器外科、4NHO 嬉野医療センター病理診断科

【症例】81歳男性【主訴】嘔気【病歴】来院数ヵ月前より食欲低下と体重減少を自覚しており，
次第に嘔気，吃逆などが出現してきたため前医を受診した．前医での腹部単純X線検査で
著明な腸管拡張像認め，精査加療目的に当院紹介となった．【生活歴】10年以上前から健康
のために毎日梅干しの種子を丸呑みしていた．【現症】腹部は軽度膨満し，左上腹部に弾性
硬の腫瘤を触れた．腸蠕動音亢進減弱なし．【検査所見】WBC 4330 /μL，CRP 0.61 mg/
dL，CEA 4.1 ng/mL，CA19-9 29.2 U/mL．胸腹部造影CT検査で下行結腸に限局性の壁
肥厚を認め大腸癌が疑われた．同部位より口側の大腸は拡張し，肛門側の腸管は虚脱して
いた．また拡張した大腸には多数の種子と思われる構造物を認めた．【経過】食習慣より多
数の種子様構造物は梅干しの種子が疑われ，種子による食餌性イレウスをきたしていると
考えられた．下部消化管内視鏡検査ではS状結腸下行結腸接合部に進行大腸癌と思われる内
腔狭窄を認め，大腸ステントを留置した．生検結果は高～中分化型のadenocarcinomaの
診断であった．フォローアップの腹部単純X線検査では腸管の拡張は軽減していたが種子の
排泄は見られず，保存治療に抵抗性と考えられ腫瘍切除も兼ねて腹腔鏡下結腸左半切除術
を施行した．切除された下行結腸からは梅干しの種子118個が採取された．【考察】食餌性
イレウスは全イレウスの中でも比較的まれであり，腸管の器質的狭窄，咀嚼不良などが誘
因となる．術前の診断率は15-47%程度と低い．今回我々は詳細な問診と画像所見により，
食餌性イレウスの術前診断に至った一例を経験したので文献的考察を加えて報告する．

P1-57-2
進行上行結腸癌の精査で見つかった特発性腸間膜静脈硬化症の1例
野田∙有利恵（のだ∙ゆりえ）1、伊藤∙武（いとう∙たけし）1、鈴木∙亮太（すずき∙りょうた）1、安藤∙雅規（あんどう∙まさのり）1、
稲岡∙健一（いなおか∙けんいち）1、大本∙孝一（おおもと∙こういち）1、山下∙克也（やました∙かつや）1

1NHO 豊橋医療センター研修医、2NHO 豊橋医療センター外科

【背景】近年簡保薬の長期服薬による特発性腸間膜静脈硬化症の報告例が増えてきている.今
回我々は進行上行結腸癌に特発性腸間膜静脈硬化症を合併した1例を経験したので報告す
る.【症例】63歳女性, 右側腹部違和感が数年前から出現し, 疼痛を伴う様になり当科受診し
た.腹部所見では右下腹部に腫瘤を触知した.【画像所見】下部消化管内視鏡では上行結腸（肝
湾曲寄り）に亜全周性の2型腫瘍を認め,上行から横行結腸にかけて一部青銅色に変色した
浮腫状粘膜を認め特発性腸間膜静脈硬化症が疑われた.腹部CTでは上行結腸の壁肥厚を認
め上行結腸癌が疑われ, 結腸傍リンパ節腫大を認め,リンパ節転移が疑われた.遠隔転移は
明らかではなかった. また右側結腸間膜内の静脈と右側結腸壁内の石灰化を認めた.生検の
結果進行上行結腸癌と診断された.【手術所見】右側結腸の腸間膜静脈の硬化を認めた.腹腔
鏡下に3群リンパ節郭清を伴う右半結腸切除術を施行した.術中所見ではリンパ節転移が疑
われ sT3sN3sM0sStageIIIcと判断した。最終病理診断ではリンパ節転移は認められず, 
pT3pN0pM0 pStageIIaであった。【考察】5年以上のサンシシを含む漢方薬内服は特発性
腸間膜静脈硬化症のリスクと言われている. 漢方薬の中では加味逍遥散が全体の40％を占
めている.また男性よりも女性の頻度が高い.サンシシは腸内細菌によってゲニピンという
刺激物質となり右側結腸に吸収され静脈血管壁を損傷させる.以上から、加味逍遥散による
腸間膜静脈硬化症と考えられた.

P1-57-1
大腸ステントが症状緩和に有用であった腹膜癌の1例
吉武∙理紗（よしたけ∙りさ）1、戒能∙聖治（かいのう∙せいじ）2、小川∙亮（おがわ∙りょう）1、千原∙大典（ちはら∙だいすけ）1、
原野∙恵（はらの∙めぐみ）1、坂口∙栄樹（さかぐち∙えいき）1、林∙公一（はやし∙こういち）3

1NHO 関門医療センター消化器内科、2NHO 関門医療センター臨床研究部、 
3NHO 関門医療センター産婦人科

【はじめに】近年、悪性大腸狭窄に対する自己拡張型金属ステント（SEMS）留置は広く行わ
れている。その原因疾患のほとんどは大腸癌で、腹膜癌による大腸狭窄に対するSEMS留
置の報告は少ない。今回、われわれは腹膜癌の進行により大腸狭窄をきたした症例にSEMS
を留置し、QOLの改善に有用であった症例を経験したため報告する。【症例】症例は83歳
女性で、主訴は腹痛および腹部膨満感であった。20XX ‐ 2年12月、腹部膨満感のため当
院を救急受診した。腹部・骨盤単純CTでがん性腹膜炎を疑われた。血液検査でCA125の
異常高値（7455.1 U/mL）を認め、腹水細胞診ではclass Vで腺癌の播種と考えられた。婦
人科で確定診断を目的に開腹下に大網転移部を部分切除し、腹膜癌腹膜播種の診断となっ
た。20XX-1年3月から20XX年1月まで化学療法を行っていた。20XX年3月、腹部膨満感、
腹痛が出現したため婦人科に入院となった。入院後徐々に症状の増悪が見られ、腹部CTで
大腸イレウスが疑われた。経鼻胃管留置など保存的に経過観察となっていたものの、症状
がさらに増悪し、造影CTを撮像したところS状結腸に閉塞が疑われ、内視鏡的大腸ステン
ト留置目的で消化器内科に紹介となった。大腸内視鏡検査で直腸Rsから狭窄を認め、内視
鏡の深部挿入は不能であった。ERCP用造影カテーテルおよびガイドワイヤーを用いて狭窄
を突破した。約11 cmわたる狭窄を認めHANAROSTENT®NaturfitTM Colon（22 X 120 
mm）を留置した。処置後は腹部膨満感の軽快が得られた。経鼻胃管の抜去も可能となり、
ベストサポーティブケアを継続した。【まとめ】腹膜癌腹膜播種により発症した悪性大腸狭
窄に対してSEMS留置が症状緩和に有効であった。

P1-56-5
もの忘れ外来受診者のMCI・軽度認知症を対象とした新規リハビリプログ
ラムの実践評価
野崎∙和美（のざき∙かずみ）、小灘∙登志子（こなだ∙としこ）、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）、雑賀∙玲子（さいか∙れいこ）、
高野∙晴成（たかの∙はるまさ）、長田∙高志（おさだ∙たかし）、勝元∙敦子（かつもと∙あつこ）、稲川∙拓磨（いながわ∙たくま）、
吉村∙直記（よしむら∙なおき）、原∙貴敏（はら∙たかとし）、山野∙真弓（やまの∙まゆみ）、鴇田∙美奈子（ときた∙みなこ）、
中村∙直子（なかむら∙なおこ）、塚本∙忠（つかもと∙ただし）、大町∙佳永（おおまち∙よしえ）

国立精神・神経医療研究センター看護部認知症疾患医療センター

【はじめに】
認知症の早期診断が可能となり、より早期から進行予防を行う必要があるが、MCI診断後
の介入や支援は不十分と考える。当院で2022年より試行・検討を重ね、MCI・軽度認知症
者を対象に認知症進行予防に関する活動を日常生活に取り入れることを目的に、2024年2
月より専門プログラムとしてMCIリハビリを運営開始した。プログラム実施における評価・
課題について報告する。

【方法】
参加者に対して、認知症専門医や認知症看護認定看護師、精神科OTが各回で認知症進行予
防に向けた活動について30分の講義を行い、講義内容に関するレクリエーションや運動を
全4回1クール実施した。参加前後でのGDS、GHQ12を比較しプログラムの評価を行った。

【結果】
参加者5名,平均年齢77.2歳,MMSE平均26.2点,診断名はMCI3名,AD1名,AGD 1名で
あった。このうち前後評価ができた者は3名であり、GDS平均は、前7.6,後7.0、GHQ12
は、前3.3,後2.0であった。プログラム終了後精神科デイケアに1名が通所できた。

【考察】
GDS、GHQの評価は、平均値における改善は見られたが、評価対象者が少なく限られてお
り優位な差は明らかにならかなった。今後も継続して評価・分析が必要である。認知症進
行予防のためには日常生活の中で適度な運動やバランスの良い栄養摂取、社会活動等を継
続していくことが必要であり、プログラム終了後も活動を維持する為に地域のリソースに
繋げるなどの支援や連携が求められる。また、今回は全4回と短い期間での評価であったた
め、GDS,GHQを指標としたが、期待するアウトカムとしては、認知機能の低下進行予防
や維持が目的であるため、長期的な認知機能の経過評価やアウトカム指標の再検討が必要
である。
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P1-58-2
神経・筋病棟に携わる看護師の終末期看護に対する意識調査
渡部∙千尋（わたなべ∙ちひろ）1、佐藤∙広和（さとう∙ひろかず）1、佐藤∙花菜（さとう∙はな）1、鎌田∙愛海（かまだ∙まなみ）1、
土田∙慶太（つちだ∙けいた）1、根深∙志のぶ（ねぶか∙しのぶ）1、戸嶋∙洋平（としま∙ようへい）1、和田∙千鶴（わだ∙ちづ）2、
清水∙恵（しみず∙めぐみ）3

1NHO あきた病院東5病棟、2NHO あきた病院副院長、3東北大学大学院医学系研究科保健学専攻

はじめに：神経・筋疾患患者は段階的または緩徐に病状が進行し、死に至るプロセスも多
様である。近年、神経難病患者に対する緩和ケアの必要性が注目されている。そこでA病
院の神経・筋病棟に携わる看護師の終末期看護に対する意識調査を行った。研究目的：神経・
筋病棟に携わる看護師の終末期看護に対する意識調査から、患者のQOL向上に繋がる課題
を導き出すことができる。研究方法：1.研究期間：2023年4月～ 10月　2.研究対象：A
病院の神経・筋病棟に勤務する看護師116名　3.研究方法：アンケート調査　4.データ収
集方法：アンケートは「緩和ケアに関する医療者の自信・意欲・実践・困難感尺度」を参考
に作成。5.データ分析:回答分布について記述統計を行い、各回答の回答割合を算出。6.倫
理的配慮: 対象者には研究の主旨を説明し、質問紙の提出にて研究協力に同意とした。結果：
質問項目を「自信・意欲」「困難感」「実践」のカテゴリーへ分類し、探求的因子分析を実施。

「自信・意欲」は「終末期ケアに対する自信」のスコアが低く、「終末期ケアに対する意欲」の
スコアは高かった。「困難感」は全ての項目で点数が高く、スタッフは終末期看護に困難感
を感じていた。「実践」は「家族ケア」の点数が一番低かった。考察：スタッフが普段行って
いる療養生活の関わりが緩和ケア的アプローチであり、それを認識することが緩和ケアの
始まりであると考える。質の高いエンドオブライフケアを実践するためには、スタッフの
意識変化や知識を備えることも重要である。結論:1.A病院のスタッフは終末期看護に対し
て困難感を感じている。2.療養生活1つ1つの関わりが緩和ケアに繋がることを認識してい
く必要がある。

P1-58-1
終末期にある重症心身障害児（者）の感覚を刺激した看護ケアの効果
中山∙智美（なかやま∙ともみ）、松本∙真由（まつもと∙まゆ）、森元∙仁美（もりもと∙ひとみ）、武田∙美幸（たけだ∙みゆき）

NHO 南岡山医療センター重症心身障害児（者）病棟

【はじめに】重症心身障害児（者）（以下：重心）病棟の終末期にある患者2事例に多職種カン
ファレンスを行い、緩和的な関わりと家族へのケアを検討し共有することで、重心患者の
終末期を多職種で支えることができた。終末期にある患者の個別性を考慮した看護について
感覚刺激という視点で考察し、患者への効果を報告する。【目的】終末期にある重心患者へ
のケアを振り返り、感覚刺激の効果を明確にする。【方法】重心病棟の終末期患者2名に対
して行った終末期ケアと患者の反応を看護記録から抽出し、感覚刺激の視点から分析した。

【結果】多職種カンファレンスを実施し、環境づくり・音楽鑑賞・保清ケア・家族の関わり・
病棟内行事への参加について、体調に考慮しながら行った。患者は、病室内の装飾や声か
けしているスタッフを追視し、清潔ケア時のアロマテラピーには穏やかな表情となり、家
族の面会や行事参加時には笑顔の表出がみられた。【考察】終末期に移行する中で、鎮静目
的で薬剤を使用する頻度が多くなり、うとうとしている時間が増えたが、手浴・足浴など
のケア時には、覚醒し穏やかな表情で過ごせた。アロマテラピーを用いた手浴・足浴には、
鎮痛作用・抗不安作用もあり、嗅覚と触覚を刺激することにより、オキシトシンが分泌され、
副交感神経が優位となり、心身へのリラクゼーションン効果があったと考えられる。【結論】
1．終末期にある重心患者に多職種カンファレンスを実施することは、それぞれの思いを共
有でき、統一した終末期ケアに繋がる。2．重心患者の終末期ケア時のアロマテラピーを用
いた手浴・足浴は、嗅覚と触覚を刺激し、心身へのリラクゼーション効果が得られた。

P1-57-5
末梢挿入型中心静脈カテーテルを留置中、左総頸静脈から鎖骨下静脈にか
け広範囲に血栓を認めたクローン病の一症例
鈴木∙英祐（すずき∙ひですけ）1、榊原∙祐子（さかきばら∙ゆうこ）2、中尾∙憲史（なかお∙けんじ）2、渡邊∙和具（わたなべ∙わぐ）2、
山下∙勇大（やました∙ゆうだい）2、北川∙絢香（きたがわ∙あやか）2、松島∙健祐（まつしま∙けんすけ）2、阿部∙友太朗（あべ∙ゆうたろう）2、
田中∙聡司（たなか∙さとし）2、福武∙伸康（ふくたけ∙のぶやす）2、長谷川∙裕子（はせがわ∙ひろこ）2、山本∙俊祐（やまもと∙しゅんすけ）2、
阪森∙亮太郎（さかもり∙りょうたろう）2

1NHO 大阪医療センター研修医、2NHO 大阪医療センター消化器内科

【症例】50歳代男性【主訴】左頚部の疼痛及び発赤【現病歴】X-25年にクローン病を発症した。
栄養療法、ステロイド加療が行われていたが、X-12年、腸管狭窄をきたし、回腸回盲部切
除術が施行された。X-6年、腸管皮膚瘻も出現し、インフリキシマブを開始した。その後、
寛解を維持していたが、X年10月、イレウスを認め緊急入院となった。入院後、イレウス
管を挿入し、第8病日に左上腕より末梢挿入型中心静脈カテーテル（PICC）を留置し、中
心静脈栄養管理とした。イレウスについては軽快したものの、CRPが徐々に上昇し、第16
病日より左頸部から鎖骨部にかけて疼痛が出現し、同部に皮膚の発赤および腫脹を認めた。
造影CTで左総頸から鎖骨下、腕頭静脈にかけて広範囲に血栓形成を認め、Dダイマーの上
昇を認めた。カテーテル挿入に伴う静脈血栓症を疑い、速やかにPICCを抜去しヘパリン投
与を開始したところ、CRPおよびDダイマーの低下とともに、頸部の発赤、腫脹も消失した。
その後、ワーファリンの内服とし、第40病日に退院となった。退院後、造影CTで左内頚
静脈から腕頭静脈は閉塞し、血流は認めないものの近傍に側副血行路の発達を認め、ワー
ファリンを終了したが、以後増悪なく経過している。【考察】クローン病は凝固線溶系の異
常をきたすことが多く静脈血栓塞栓症のリスクになることが知られ、その中で中心静脈カ
テーテルの挿入は、血栓症発症のリスクファクターの一つであることが報告されている。
今回、クローン病患者でPICC留置後に血栓症を合併した症例を経験したため、文献的考察
を交えて報告する。

P1-57-4
加味逍遥散の長期内服中に腸間膜静脈硬化症を発症した1例
会津∙峻（あいづ∙しゅん）、蘆田∙一晟（あしだ∙いっせい）、久保∙公利（くぼ∙きみとし）

NHO 函館病院研修医

【症例】70歳代女性。アレルギー多数。既往歴は尿管癌、結核、シェーグレン症候群など。
飲酒・喫煙歴なし、健康食品の摂取なし。近医で皮脂欠乏性湿疹や冷え性、凍瘡に対して
ツムラ加味逍遥散を1日7.5g（山梔子2.0g）/日を7年以上処方されていた。突然の心窩部
痛のためかかりつけ医を受診して下剤の処方を受けたが、同日夜から疼痛増悪があり当院
に救急搬送された。血液検査で炎症反応の上昇に乏しく、造影CTを行ったところ、横行結
腸の狭窄や回腸遠位部から横行結腸までの浮腫状の壁肥厚、および上行結腸や横行結腸の
壁内や周囲の静脈に広範な石灰化が認めた。画像上腸管虚血は認めなかった。入院時から
輸液と抗菌薬、必要に応じて鎮痛薬を加えた保存的治療を行った結果、入院後10日目から
経口摂取が可能となり腹部症状が改善した。大腸内視鏡を行ったところ、盲腸から下行結
腸まで広範に、青銅色に変色した浮腫状粘膜を認めた。生検では、粘膜内に硝子化を伴い、
壁肥厚を示す小静脈の増生、繊維化を含む組織所見が得られた。以上の画像、内視鏡、病
理所見と薬剤内服歴から腸間膜静脈硬化症と診断した。入院18日目で退院となった。【考察】
腸間膜静脈硬化症は病変部腸管の静脈に石灰化をきたし、還流障害による慢性虚血性の大
腸病変とされ、比較的まれな疾患である。明らかな成因は不明だが、漢方薬の加味逍遥散（山
梔子）の副作用に本疾患が記載されており、関連が示されている。今回漢方薬長期投与中に
腸間膜静脈硬化症を来した1例を経験したので、若干の文献的考察を加えて報告する。
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P1-58-6
グリーフケアを通して感じる家族看護の大切さについて～相談員の立場か
ら考える～
松岡∙悠（まつおか∙はるか）

NHO 浜田医療センターがん相談支援センター

【目的】A病院のがん相談支援センター・患者相談窓口では遺族の思いを伺い、グリーフケ
アを行うことがある。遺族からの相談事例を振り返り、今後の家族看護や相談対応の質向
上に役立てる【方法】1.期間：2023年4月～ 2024年3月2.対象：2023年度に相談対応を
行った遺族3.分析方法：遺族の思いの中から「肯定的な思い」「悲嘆的な思い」の二つの視点
について抽出する【結果】遺族の相談対応は14件であった。遺族の背景は治療中から継続的
に関わった方7件、相談歴のなかったケース7件であった。その中から肯定的・悲嘆的な思
いが整理できた。（肯定的な思い）・家族の時間を過ごし、穏やかな旅立ちでよかった・涙
も出るけど前を向いて生きていきたい・医療者に感謝している（悲嘆的な思い）・最期の時、
医療者がとても冷たく感じた・意識がなくなる前、最期はどんな言葉だったのか・最期に
間に合わず、何もできなかったことが辛い【考察】最期の場面や遺族の思いは十人十色であ
る。家族の死別を経験している共通点の中でも肯定的な思いを発する遺族と悲嘆的な思い
を多く吐露する遺族との差を考えた。肯定的な思いを発する遺族はサポートを成し遂げた
と考えられたが、悲嘆的な思いを発する遺族は、病状の理解度が乏しいことや、献身的に
サポートしていたが最期の瞬間に間に合わなかったことが大きく影響していると考えられ
た。患者と家族の気持ちに寄り添い、希望に沿えるような時間を過ごすことが、逝去後の
悲しみの中でも少しずつ前に進むことができることに繋がる。予期悲嘆に備えたサポート
をしていくことが大切であると考える。

P1-58-5
生前よりカンファレンスを行うことによる看護師の終末期看護への思い
島内∙望巳（しまのうち∙のぞみ）1、橋本∙あすか（はしもと∙あすか）1、楠瀬∙由美（くすのせ∙ゆみ）1、澤田∙若菜（さわだ∙わかな）1、
森本∙朋代（もりもと∙ともよ）2、森山∙恵美子（もりもと∙えみこ）1、谷内∙典子（たにうち∙のりこ）3

1NHO 高知病院呼吸器内科、2NHO 高松医療センター手術室・外来、 
3NHO 高知病院附属看護学校看護教員

A病棟ではデスカンファレンスを実施し、看護の振り返りを行っている。内容は後悔や反省
などネガティブなことが多く、当時の看護の振り返りや患者の意向に沿った看護の妥当性
が検討できていなかった。今回、生前にカンファレンスを実施することで、看護師自身が行っ
た看護を振り返り、患者の思いや最期の迎え方の希望、患者との不安や戸惑い等について
振り返り、終末期の看護に対する看護師の実態について検討したので、報告する。［研究方法]
研究デザインは質的記述的研究で、A病棟で勤務する看護師10名に対し、半構造化面接を
行い、インタビュー内容を録音したデータから逐語録を作成した。制作した逐語録から看
護師の終末期看護への思いについて語られた文脈を抽出し、抽出されたデータの文脈に基
づき、コード化した。コード内容を類以性に沿って検討し、サブカテゴリー化、カテゴリー
化した。[倫理的配慮]本研究は、NHO高知病院の倫理審査委員会の承認（R5-4）を得て実
施した。[結果]生前カンファレンスを行ったことで終末期看護に対する思いについて70の
コードが抽出され、13の＜サブカテゴリー＞と5つの【カテゴリー】に分類された。カテゴ
リ ー は、【生前カンファレンスをその人に寄り添ったケアへ活かしたい】【患者と家族のコ
ミュニケーションに対する葛藤】【多職種で情報共有することの必要性を感じる】【最期は
家族と穏やかに過ごしてほしい】【患者の意思・意向を尊重した看護をしたい】に分類された。

P1-58-4
緩和ケア病棟における看護師のターミナルケア態度　その現状とこれから
の課題
平尾∙朱音（ひらお∙あかね）、後藤∙亜里紗（ごとう∙ありさ）、畑板∙千尋（はたいた∙ちひろ）、坂井∙みさき（さかい∙みさき）

NHO 京都医療センター看護部

目的
緩和ケア病棟（PCU）看護師は、専門的緩和ケアを提供し看取りの場面を多く経験する。本
研究目的は看護師が抱いているターミナルケア態度を明らかにすることである。
方法
2022年に、PCU看護師に対して、ターミナルケア態度尺度日本語版（FATCOD-FormB-J）
にて調査し、記述統計を行い分析した。
倫理的配慮
本研究は、A病院倫理審査委員会で承認を得た。
結果
PCU看護師16名（PCU経験年数2.98±2.47）から回答を得た（回収率89.9％）。
ターミナルケア態度尺度の各因子合計得点の平均値は、第1因子《死にゆく患者へのケアの
前向きさ》 62.88±4.82点、第2因子《患者・家族を中心とするケアの認識》 50.19±3.90
点であった。各因子項目の平均値において最も得点が高かったのは、《死にゆく患者へのケ
アの前向きさ》は「患者の死が近づくにつれてケアの提供者は患者との関わりを少なくする
べきである（※逆転項目）」、《患者・家族を中心とするケアの認識》は「死にゆく患者のケア
においては家族もケアの対象にすべきである」であった。得点が低かったのは、「死にゆく
患者と差し迫った死について話をすることを気まずく感じる（※）」であった。
考察
PCU看護師は、患者の死が近づくにつれて、家族もケアの対象と捉え、患者・家族により
多く関わることを意識し前向きにケアを提供していることが示唆された。一方で、患者と
死について話すことに心理的負担を抱いていた。それはPCU経験年数が短く看取り経験が
少ないことも要因と考えられる。今後は、死生観を育むとともに、教育体制を構築し、更
なるターミナルケアの質向上を目指したい。

P1-58-3
終末期の患者家族の思いを尊重した看護
志波∙淳美（しば∙あつみ）

NHO 南和歌山医療センター看護部

【はじめに】緩和ケア病棟に入院する患者の多くは、がんと診断され、症状コントロールを
行いながら、残された時間を有意義に過ごすために入院する。家族は残された時間が限ら
れているのであれば「できる限り、やりたいことをやらせてあげたい。」と考えるものである。
通過障害はあるが「好きなものでお腹いっぱいにしたい」という患者の思いを家族と共有し
QOLの維持を目標に看護介入し成果を得たので報告する。【事例紹介】88歳男性　病名：
膵体部癌　肝転移　腹膜播種　【患者目標】患者・家族の希望に沿った嗜好品の経口摂取が
できる【結果】日々の関りの中で、患者の「甘いものやコーヒーでお腹いっぱいにしたい」と
いう希望を知り、食事は摂取できなくなっていたが主治医を交えたカンファレンスを行い、
嗜好品を摂取できるよう看護計画を立案し介入した。家族に本人が希望する飲料の準備を
依頼し、患者の手の届く場所に置くように統一した。状態が悪化する中で家族は「見ている
のもつらい」と話されたが、患者の希望するコーヒーの差し入れは継続されていた。看護師
は患者が嚥下困難な状況になっても口腔内を湿らすケアを継続し、患者の反応を家族に伝
え支援した。患者が死亡退院の際、家族は「好きなものを最後まで楽しむことできた」と喜
ばれていた。【考察】患者を最も理解している家族が終末期にある患者を思う気持ちを理解
し、患者が望むケアを共に支援できたことは患者のQOLの維持と家族の満足感につながっ
たと考える。【結論】医療者と患者・家族が目標を共有し家族もチームの一員としてケアに
参加することは、家族の満足感につながる。
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P1-59-4
看護学実習におけるコミュニケーション冊子が学生-指導者間にもたらす
効果
村上∙由希子（むらかみ∙ゆきこ）1、森∙範子（もり∙のりこ）1,2、原田∙真由（はらだ∙まゆ）1,2、長岡∙波子（ながおか∙なみこ）2、
大矢∙綾（おおや∙あや）1

1国立がん研究センター中央病院看護部、2国立看護大学校成人看護学

【目的】看護学生は実習中に指導者とのコミュニケーションに困難を感じており、学生・指
導者の双方に向けたコミュニケーション冊子を作成し、その効果を検討する。【方法】学生
-指導者間のコミュニケーションエラー場面について双方の思考・状況の解説・対応例など
記載した冊子を作成し、学生は実習当日、指導者には2週間前に配布した。評価方法は、実
習終了後に学生・指導者にアンケートを実施し、記述統計量を算出、自由記述は類似性に
基づき整理した。【倫理的配慮】アンケートの目的を説明し、同意の得られた場合のみ回答
し、分析は個人が特定される記述がないことを複数名で確認した。【結果】対象者は当院で
実習した2年生20名、3年生60名、指導者22名であり、冊子の使用率は2年生75％、3
年生67％、指導者77％であった。学生の使用しなかった理由は、「コミュニケーションで
困らなかった」「見る時間がなかった」「実習を経験して対応方法がわかっていた」等であり、
3年生は実習が進むにつれ使用割合が減少した。学生は、事前に齟齬の起きやすい場面を知
れたこと、学生の立場を指導者に理解してもらえていることが不安の軽減や安心感につな
がったと回答した。指導者は学生の緊張や自ら発信できない状況を理解し、声をかけやす
い雰囲気をつくり学生の発言や反応を待つ工夫をしていた。また、直接指導しない病棟ス
タッフにも冊子の目的や内容を説明し新人教育などに活用するよう周知していた。【考察】
冊子が事前に双方の状況理解を促し準備性を高めることに効果的だったが、配布時期や活
用方法については検討が必要である。また、病棟の指導場面でも冊子が有効な可能性がある。

P1-59-3
成人老年看護学実習1（急性期）実習前研修が実習目標達成に及ぼす影響
山本∙緑（やまもと∙みどり）、中村∙なぎさ（なかむら∙なぎさ）、辻岡∙良輔（つじおか∙りょうすけ）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校

【はじめに】本校の新カリキュラムである成人老年看護学実習1（急性期実習）では、臨床判
断を基に、対象の症状・苦痛が観察できることを目標として挙げている。学生が臨床判断
をしながら看護を実践できるように、各実習病棟における特徴的な事例を用いて診断的評
価を行い、患者に関わることができる思考過程を養えるよう実習前研修を実施し、自己の
理解度及び課題を明確にするためのリフレクションも研修中に取り入れた。研修前と研修
後、実習終了後の学生の自己評価を比較し、実習目標達成に及ぼす影響を明らかにしたい
と考えた。【結果及び考察】学生の自己評価において、研修の効果があったのかウィルコク
ソンの符号順位検定を行い、有意差を確認した結果、1.対象の状態を気づく観察　2.患者
の状態を解釈　3.患者に必要な看護行為の選択　6.行為後の省察を行いよりよい看護を考
え省察から得た学びを述べる　の項目において研修前―研修後、研修前―実習後での有意
差を認めた。実習前研修後および実習後のリフレクションからは、患者の反応や検査デー
タからアセスメントする必要性がわかったという意見が多くあった。実習前研修を行うこ
とで、臨床判断のツールを用いてアセスメントをしながら看護実践を行う必要性に気づく
ことができた。さらに実習を行うことで、臨床判断を基に思考が深まり、自己を客観的に
評価する力にも影響を与え、実習目標達成に影響を与えたと考える。【結論】実習前研修を
行うことは、臨床判断の理解を深め、患者援助に必要な知識を関連させる力が向上し、実
習目標達成に影響を与える。

P1-59-2
成人看護学演習（回復期）における学生の学びの実態
杉田∙朋美（すぎた∙ともみ）1、竹ノ内∙貴裕（たけのうち∙たかひろ）2

1NHO 舞鶴医療センター附属看護学校、2NHO 姫路医療センター看護部

【はじめに】令和4年度のカリキュラム改正において、A看護学校では、成人看護学演習の科
目を新設した。この科目では、成人看護学で学んだ知識を統合し、対象の状態をアセスメ
ントし、健康レベルに応じた援助が習得できることを目標としている。今回、急性心筋梗
塞を発症し、カテーテル治療を受けた回復期にある対象が、術後合併症を起こさず日常生
活行動が行えることを目標に、看護援助を実施した。日常生活行動が身体に及ぼす影響を
考え、看護に結びつけられたのか学びの実態を報告する。【研究方法】対象：A看護学校2年
生31名。データ収集方法：レポート内容の集計。レポート内容：排泄行動を「移動動作」「排便」

「衣服の着脱」等、動作ごとに身体に及ぼす影響とアセスメントに必要な観察項目を抽出す
る。【倫理的配慮】本研究への協力が自発的かつ任意であり、自由意思とすること、参加の
有無による不利益や成績への影響が生じないことを文書と口頭で説明した。【結果・考察】レ
ポート内容から、回復期にある対象が排泄行動のさいに身体に及ぼす影響として『移動動作
に伴う心負荷』『努責による血圧の上昇に伴う心破裂の可能性』『連続した動作による二重
負荷』などが考えられていた。それを踏まえ、合併症を起こさないための看護として、車椅
子による移送など、移動動作に伴う心負荷を避ける援助や、連続する動作のさいには休憩
をはさむなど、二重負荷がかからないための援助・指導が導き出せていた。これらの結果
から、学生は排泄動作ごとに身体への影響を考えたことで、健康障害のある対象の日常生
活行動による身体への影響や、病状の悪化を防ぐための看護援助について考えることがで
きていた。

P1-59-1
手指衛生の5つのタイミングに対する行動変容を促す教育的支援の検討
加藤∙紗羅（かとう∙さら）、春原∙彩花（すのはら∙あやか）、小澤∙麻未（おざわ∙あさみ）、中條∙寛徳（なかじょう∙ひろのり）、
萩原∙彩香（はぎわら∙あやか）、小林∙朋美（こばやし∙ともみ）

NHO 高崎総合医療センター看護部

【目的】新型コロナウイルス感染症の流行により病棟内でアウトブレイクが発生し、適切な
タイミングで手指衛生が習慣化されていないことが課題となった。今回行動変容ステージ
モデルを取り入れた効果的な教育的支援について検討を行った。【方法】当該病棟の看護師
25名を対象に独自に作成した手指衛生に関する意識調査を実施し、行動変容ステージモデ
ル（無関心期、関心期、準備期、実行期、移行期）に分類した。各ステージの特徴を踏まえ
関心期に該当する対象者への教育として、正しい知識の習得を目的とした講義を実施。準
備期・実行期に該当する対象者への教育として、手指衛生方法の定着を目的とした演習を
繰り返し行った。教育的支援の前後で患者に触れる前後のタイミングに限定し直接観察法
で評価した。当院の倫理審査委員会の許可を得て倫理的に配慮し研究を実施した。【結果】
教育的支援開始前は関心期の割合が42％、準備期の割合が37％、実行期の割合が21％で
あったが、教育的支援実施後は関心期の割合が減少し、準備期の割合が47％、実行期の割
合が33％へと増加し手指衛生行動への意識づけができた。また直接観察法では、患者に触
れる前に手指衛生を行った看護師は教育的支援前後で5％から50％へ増加し、患者に触れ
た後に手指消毒を行った看護師は40％から82％へ増加し手指衛生に対する行動の変容が認
められた。【考察】行動変容のステージモデルを取り入れたことで、各ステージの特徴に合
わせた教育的支援を行うことができた。その結果、意識の変化や行動変容を促すことがで
きたと考える。今後も維持期の割合が増加し、手指衛生行動の習慣化ができるよう教育的
支援を継続していきたい。
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P1-60-2
神経モニタリング業務の構築に向けて
大津∙暁翔（おおつ∙あきは）、田村∙成己（たむら∙なるみ）、森∙洸太（もり∙こうた）、荒井∙伽月（あらい∙かづき）、
川野∙竜政（かわの∙りゅうせい）、平野∙雄大（ひらの∙ゆうだい）、永田∙京夏（ながた∙きょうか）、奥間∙彩（おくま∙あや）、
長屋∙祐太郎（ながや∙ゆうたろう）、森∙圭佑（もり∙けいすけ）、玉垣∙健児（たまがき∙けんご）、柳澤∙雅美（やなぎさわ∙まさみ）、
瓦谷∙義隆（かわらだに∙よしたか）、片岡∙剛（かたおか∙つよし）

NHO 京都医療センター臨床工学科

【はじめに】神経モニタリング業務として臨床工学技士が携わることがあるが、皿電極と針
電極の使用において、業務領域の相違で運用が異なることがある。当院では整形外科手術
におけるモニタリング業務として、体性感覚誘導電位（SEP）、運動誘発電位（以下：MEP）、
脳神経外科手術では、聴性脳幹反応（ABR）を皿電極主体で年間100症例行ってきた。神経
機能検査装置MEE-2000SMART（日本光電）への更新に伴い、脳神経外科より脳表モニタ
リングの依頼があり、その経緯と共に若干の考察を加えて報告する。【方法】装置の構成や
原理および測定方法を確認した上で、担当医師と適応症例や電極の手技的方法等を確認し
た。導出電極として針電極を用い、脳表電極は4極でのモニタリングとなった。針電極の操
作は、臨床工学技士の業務範囲以外となるため医師が対応することになった。【結果および
考察】脳神経外科手術時の脳表MEPにおいては、覆布ドレープによる清潔野の確保のため、
顔周りは全身状態の観察が困難になり、電極の貼付部位やケーブルの配置に配慮が必要で
あった。また運動野と感覚野等の機能領域を同定することが必要なため、専門的な知識や
経験が必要不可欠であると思われた。【結語】脳外科領域の神経モニタリングは多種多様で
あるため、今後も医師の要望に応えていけるように構築すると共に、多くのスタッフが携
われる業務となるようマニュアルの整備を加速させたい。

P1-60-1
市販生体肺と人工呼吸器を用いた研修会開催の有用性
木村∙絢美（きむら∙あやみ）1、小山∙信吾（こやま∙しんご）2、亀谷∙紫芙美（かめや∙しふみ）2

1NHO 山形病院診療部臨床工学技士室、2NHO 山形病院診療部脳神経内科

【目的】当院では50台以上の人工呼吸器管理をしているが、「人工呼吸器装着時の呼吸のイ
メージがわかない」といった職員の声を受け、4年前から市販生体肺（以下モデル肺）と人工
呼吸器を使用した実技研修を勤務時間外に開催している。今回、研修会で呼吸のイメージ
が形成されるか確認するために、研修前後でアンケートを実施したので報告する。【方法】
対象は看護師・リハビリスタッフ計16名で、アンケートは研修前後で実施した。研修前ア
ンケート項目は「モデル肺を見たことがあるか」、「自己学習の有無」などで、研修後アンケー
ト項目は「実際に呼吸のイメージができたか」、「今後もこういった研修が必要か」などとし
た。アンケートの回答は選択および自由記述とした。【結果】回答はすべての対象者から得
られた。研修前アンケートでは、「モデル肺を見たことがある」が6名で、「ない」が10名だっ
た。「ある」と答えた者のうち、4名が院内研修（本研修）で、2名が院外研修だった。「自己
学習をしている」が11名、「していない」が5名だった。研修後アンケートでは、すべての
者が「実際に呼吸のイメージができた」と回答し、「今後もこの研修が必要」とし、「また参加
したい」とした。【考察】結果より、豚肺を用いた実技研修によって、自己学習の有無にかか
わらずすべての者が呼吸のイメージを理解できたことより本研修はイメージ構築に有用で
あることが示唆された。また、体験型研修は長期記憶として定着しやすいため、本研修は
業務への長期的な活用が期待できる。【結論】アンケート実施により、呼吸のイメージ形成
の手段としてモデル肺を用いた研修会は有用であることが確認された。

P1-59-6
看護学生の睡眠に関する実態調査～学年による睡眠状況の差～
鈴木∙亜希（すずき∙あき）、手塚∙宏美（てつか∙ひろみ）、山崎∙晃枝（やまざき∙てるえ）

NHO 栃木医療センター附属看護学校

【目的】当校在校生の講義期間と実習期間の睡眠状況を明らかにする。【方法】1．対象者栃木
医療センター附属看護学校在学中の1、2年生の学生76名　2．調査内容1）ピッツバーグ
睡眠質問票日本語版を用いた。2）質問紙調査（睡眠時間　就寝時間　起床時間　通学の移動
時間を講義期間、実習期間　アルバイトの有無　アルバイトの頻度）3．分析方法単純集計
4．倫理的配慮研究者所属施設倫理委員会の承認を得て、学生に対し、研究への参加・協力
の拒否権、成績・評価への関与がない事、プライバシーの保護を約束する事、個人情報の
保護の方法を書面および口頭にて説明した。また、質問紙の回答を持って同意の得られた
と判断することを説明した。【結果】質問紙調査を1，2年生の76名に配布し、52名からの
回答があり、回収率68％であった。ピッツバーグ睡眠質問票による睡眠障害の評価は1年
生の睡眠障害率は62％、2年生は81％であった。睡眠時間は平日1，2年生ともに6時間、
休日1年生は、8時間2年生は7時間、実習中1年生は5時間、2年生は4時間の学生が多
かった。寝床に入る時間は平日の1年生は0時、2年生は0時から1時、休日の1年生は0時、
2年生は1時、実習中は1，2年生ともに2時が多かった。起床時間は平日1年生6時、2年
生は7時、休日1年生10時、2年生は8時、実習中は1年生，2年生ともに6時が多かった。【結
論】ピッツバーグ睡眠質問票による睡眠障害の評価では実習期間が長い1年生より2年生の
睡眠障害率が19％高い。睡眠時間は平日6時間であるが、休日では1 ～ 2時間延長し、実
習期間は1 ～ 2時間短縮することから講義期間と実習期間の睡眠状況に違いがあることが
分かった。

P1-59-5
臨床実習における指導体制の変更に伴う効果の検証次世代を担う看護師の
より良い育成のために
昆野∙沙也加（こんの∙さやか）、遠藤∙あすか（えんどう∙あすか）

NHO 仙台医療センター 9階西病棟

【はじめに】B病棟における令和4年度までの指導体制は、学生担当を割り振らず、当日の
受け持ち担当看護師が学生指導を行っていた。しかし同年度の学生評価において病棟看護
師との関係性について評価が低かった。そこで、学生の受け入れ体制を整え、多くの学び
を経験でき、実習満足度の向上することを目標に当研究を行う。【目的】学生指導の体制を、
従来の「受け持ち看護師担当制」から「学生担当看護師固定制」とし、その効果を明らかにす
る。【方法】対象：A学校実習生36名、B病棟5年目以上看護師14名、期間：令和5年9月
21日～令和5年12月方法：1.実習生に対し実習指導体制に関するアンケート調査、2.B病
棟看護師へ実習指導に関する勉強会の実施、3.5年目以上看護師14名への指導体制変更前
後にアンケート調査の実施、4.アンケート調査の集計・分析【倫理的配慮】当院倫理委員会
の承認を得た。【結果・考察】「学生担当看護師固定制」に変更したことで、学生とのコミュ
ニケーションが充足し、記録・援助の指導を十分に実践できた。看護学生の考えに対して、
ポジティブフィードバックすることで承認欲求が満たされ、自己肯定感が高まり、充実し
た実習を行うことができた。【結論】1．「患者受け持ち看護師担当制」から「学生担当看護師
固定制」に変更したことで、令和4年度のアンケートと比較し、学生・看護師ともに上昇が
みられた。2．勉強会を実施し、5年目以上の看護師を学生に担当につけて指導に臨むこと
で学生へ的確な指導ができ、実習満足度向上に繋がった。3．学生担当を固定したことによ
り、コミュニケーションが円滑に行われ、学生が相談しやすい環境になった。



423

P1-60-6
脊髄刺激療法（SCS）のスクリーニングから外来におけるフォローアップま
でを経験して
廣瀬∙太紀（ひろせ∙たかき）1、山川∙竜司（やまかわ∙りゅうじ）1、先田∙久志（さきた∙ひさし）1、下川原∙立雄（しもかわら∙たつお）2、
永田∙清（ながた∙きよし）2

1NHO 奈良医療センター ME機器管理室、2NHO 奈良医療センター脳神経外科

【背景】脊髄刺激療法（以下SCS）とは、慢性疼痛治療におけるインターベンショナル治療の
ひとつであり、硬膜外腔の背側にリードを位置させて、脊髄後索に微弱な電流を流すこと
により、痛みの感覚を刺激感に置き換えて、痛みの軽減や血流の改善をもたらす治療法で
ある。今回、複合性局所疼痛症候群（以下CRPS）と診断されSCSを開始された患者のスクリー
ニングから外来対応までを経験したので報告する。

【症例】50歳女性。45歳の頃から仙腸関節に痛みが出現、その後痛みが足の先まで広がる。
令和4年11月に当院脳神経外科にてCRPSと診断され、令和5年3月より疼痛対策として
SCSを開始される。電極留置後、入院期間中に刺激調整を実施し痛みが6 ～ 7割改善され
ていた。しかし、退院1か月後に来院された際、痛みの範囲が変化し痛みの改善度も低下し
ており、新しい刺激を作成することになった。本来刺激を作成するには、電極ごとに刺激
感の来る部位を確認する必要があり時間を費やすが、入院時の情報を活かし短時間で痛み
の場所に刺激感が来る設定を作成できた。

【考察】担当技士のみで対応することにより、入院時の刺激調整の経験を活かし外来での調
整を迅速に行え、患者との信頼関係を構築しやすくなった。一方で、担当技士以外による
調整の場合、調整に時間を要し患者満足度が低下してしまう事が懸念される。より良い調
整を行うためには、患者の主訴を丁寧に聞き取りコミュニケーションの強化を行うだけで
はなく、技士同士での話し合いを強化し部門全体で情報を共有することも重要であると考
えられる。

P1-60-5
鏡視下手術におけるスコープオペレーター業務参入の取り組み
石川∙雄大（いしかわ∙かつひろ）、廣瀬∙太志（ひろせ∙たいし）、仲川∙和寿（なかがわ∙かずとし）、今渕∙勇基（いまぶち∙ゆうき）、
室田∙篤男（むろた∙あつお）、井上∙岳（いのうえ∙たける）、木津谷∙昭美（きつや∙あきみ）

NHO 函館病院統括診療部

【背景】
現在、医師の働き方改革に伴うタスクシフト/シェアが進んでおり、鏡視下手術におけるス
コープオペレーター業務に参入する臨床工学技士（CE）が増加傾向である。当院でも以前よ
り業務依頼があり、CEの人員不足により新規参入が進まない状況であった。今回、一時的
な高気圧酸素治療（HBO）件数の減少が予測され、その人員を充てることで2023年7月よ
り新規スコープオペレーター業務を開始した。

【目的】
CEがスコープオペレーター業務に参入し、医師の負担を軽減するとともに、手術室の効率
化を図ることを目的とする。

【取り組み】
厚生労働大臣指定による告示研修を受講し資格を得る。院内で手洗い、ガウンテクニック
の講習、内視鏡カメラシステムの実技講習を行った。CEスコープオペレーター業務に関す
る院内文書の作成。症例前には過去の手術記録や手術動画を視聴し予習を徹底した。

【結果】
2024年5月現在、CE5名がスコープオペレーター業務に従事しており、総件数90件、参
加時間249時間、参加率25%であった。CEの人員不足対策として2024年4月より1名増
員。医師不足で手術の予定が組めない場合でも、CEが担当することで手術室の稼働率が向
上し、一定の評価を得ている。

【今後の課題】
術式に対応した業務マニュアルの作成や、現在の参加率25%を向上させるための対策が必
要。HBO再稼働後の治療枠が減少してしまう問題が発生しており、看護師とのタスクシェ
アで対応中である。

【まとめ】
 CEのスコープオペレーター業務参入は、医師の負担軽減と手術室の効率を向上させた。今
後はCEの教育、訓練の充実とチーム医療の強化を図り、医療の質向上に寄与したい。

P1-60-4
集中治療室における臨床工学技士の専従化による効果
樋口∙栄二（ひぐち∙えいじ）、藤井∙順也（ふじい∙じゅんや）、町屋敷∙薫（まちやしき∙かおる）、高橋∙駿平（たかはし∙しゅんぺい）、
丸宮∙和也（まるみや∙かずや）、伊藤∙彩乃（いとう∙あやの）、坂上∙莉子（さかがみ∙りこ）、中村∙貴行（なかむら∙たかゆき）

NHO 大阪医療センター臨床工学室

【背景】当院では、特定集中治療室管理料における重症患者対応体制強化加算に関する施設
基準として、集中治療室への臨床工学技士の専従化を実施した。専従化に伴う業務の見直
し及び集中治療室カンファレンス参加によるチーム医療の連携強化を行い、現在までの中
間評価を行ったので報告する。【方法】専従化の実施に際し、（1）「専従化に伴う日常業務内
容の考案」（2）「カンファレンスの参加」の二つの取り組みを実施した。（1）は専従化に伴い、
日常業務として「心電計・除細動器の日常点検」「搬送用人工呼吸器使用時の設定及び同行」

「生命維持管理装置使用患者のアセスメントと積極的な治療介入」を実施。（2）は集中治療
室カンファレンスへ参加することで、医師・看護師と情報共有する体制を構築した。【結果】
専従化により、呼吸器搬送対応等に関与することで医療機器の使用に関するトラブルは減
少した。また医療機器の適切な使用などに関して、医師・看護師とディスカッションする
機会が増加した。一方で、臨床工学技士のアセスメント能力等の個人差が課題となった。【考
察】臨床工学技士の専従化により、機器トラブルの防止と医療の質・安全性向上に寄与した。
しかし高い水準の集中治療業務の継続、技士のスキル向上には定期的な勉強会等の取り組
みが必要である。【結語】臨床工学技士の集中治療室への専従化は、集中治療業務の医療の質、
安全性の両面で有益である。臨床工学技士の教育体制整備が今後の課題である。

P1-60-3
胸腔鏡下スコープオペレーター業務への参入
山崎∙友華（やまさき∙ともか）、野口∙智生（のぐち∙ともき）、園山∙太斗（そのやま∙たいと）、堀越∙沙音（ほりこし∙しゃのん）、
木村∙若菜（きむら∙わかな）、小林∙克之（こばやし∙かつゆき）、佐藤∙裕一（さとう∙ゆういち）、石川∙透（いしかわ∙とおる）、
山田∙真義（やまだ∙まさよし）、河本∙峻（かわもと∙しゅん）、佐藤∙将樹（さとう∙まさき）

NHO 埼玉病院臨床工学科

【はじめに】2021年10月1日以降『医師の働き方改革の議論に基づく臨床工学技士法の一
部改正』に伴い告示研修を修了した臨床工学技士（以下CE）が内視鏡外科業務に従事するこ
とが可能となった。当院でも呼吸器外科医師の減少に伴い2022年より胸腔鏡下の手術に
CEがスコープオペレーターとして従事する事となったため報告する。【目的】呼吸器外科の
スコープオペレーターに参入することで医師の働き方改革によるタスクシフトに貢献する。

【方法】呼吸器外科医指導の下、模型にてスコープの操作方法を学び、勉強会を開催し解剖
や手技の流れを学び手術に臨んだ。告示研修を修了した者がスコープオペレーターとして
手術に入ることとした。【結果】2022年5月～ 2024年3月までに108件の胸腔鏡下手術
に介入した。【考察】CEがスコープオペレーターに参入したことで、医師が行える仕事に専
念でき、生産効率の上昇が期待される。CEとしては新たに参入することでモチベーション
の上昇が期待できることや、手術中に発生した医療機器の不具合に気づきやすく、素早い
対応ができるメリットが挙げられる。今後は当該業務を担当する者が知識と技術を習得す
ることは当然のことながら、業務を安全かつ円滑に協働するための組織作りや体制作りが
重要であると考えられた。【結語】呼吸器外科のスコープオペレーターに参入することで、
医師のタスクシフトに貢献できた。
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P1-61-4
能登半島地震によりクラッシュ症候群及び右下肢筋力低下を呈し、歩行再
獲得に長期間を要した一例
岩原∙優菜（いわはら∙ゆうな）、緒方∙陽子（おがた∙ようこ）、尾形∙和隆（おがた∙かずたか）、青木∙俊貴（あおき∙としき）

NHO 金沢医療センターリハビリテーション科

【はじめに】令和6年能登半島地震によりクラッシュ症候群及び右下肢筋力低下を呈し、歩
行再獲得に長期間を要した症例を経験したので報告する。【症例】80歳代男性。能登半島地
震で自宅が倒壊し、10時間以上右下肢が下敷きとなった。翌日にクラッシュ症候群疑いで
A病院に搬送され、大量補液と酸素投与が行われた。受傷後3日目にB病院に搬送、全身状
態安定しており同日当院へ搬送となった。既往歴として両変形性膝関節症と脳出血による
右麻痺あり。受傷前の歩行能力は、自宅内は壁伝い、屋外は杖歩行レベルで転倒歴があっ
た。【経過及び結果】転院翌日より理学療法介入開始した。開始時は右大腿部に水疱・擦過傷、
疼痛・痺れあり、右大腿四頭筋筋力はMMT 1、CK値は1491U/Lであった。リラクセーショ
ンや可動域練習、筋力強化練習から行い、受傷後10日目より平行棒内歩行練習開始。著名
な右膝折れを認めたため、右大腿四頭筋中心に筋力強化練習と下肢装具を用い段階的に歩
行練習を実施した。受傷後20週では右大腿四頭筋筋力はMMT 3、固定型歩行器にて歩行
は自立した。【考察】クラッシュ症候群に対するリハビリテーションの報告は少ないが、筋
力低下や知覚異常は遷延するケースが多く、長期的な介入が必要であるとされている。本
症例では右下肢が圧迫されたことで筋自体の挫滅に加え末梢神経損傷が生じ、筋力の回復
に時間を要したと考えられる。また、高齢である点、受傷以前の歩行能力が低い点なども
歩行再獲得に長期間を要した要因であると考えられる。

P1-61-3
急性期病院における閉塞性動脈硬化症（ASO）により片側大腿切断を施行
した高齢患者の理学療法
芦澤∙翼（あしざわ∙つばさ）1、稲本∙捷悟（いなもと∙しょうご）2

1NHO 豊橋医療センターリハビリテーション科、2NHO 豊橋医療センター整形外科

【はじめに】下肢切断の予後は血管障害による大腿切断や高齢者の下肢切断後の歩行獲得率
は低いとの報告が多い。今回、閉塞性動脈硬化症（ASO）により片側大腿切断を実施した症
例を経験したため報告する。【症例紹介】70歳台後半の男性でASOにより片側大腿切断を
施行。病前ADLは自立、発症直前まで仕事をしており活動性は高い。年齢相応の注意機能、
短期記憶の低下がみられた。体幹【経過】術後6日からリハビリ介入を行い非切断肢、上肢
体幹の筋力・全身持久力増強のための松葉杖歩行訓練・片脚立位バランス訓練と同時に、
股関節屈曲・外転拘縮を予防するための筋力訓練、断端成熟のためのsoft dressingを弾
性包帯、スタンプシュリンカー、シリコンライナーの順に実施した。また切断肢の荷重感
覚を学習するため、油圧式昇降ベッドに切断側を接地させ疑似的な立位荷重訓練を実施し
た。術後64日からセレクティブロック機構の大腿仮義足を装着し歩行訓練を開始した。歩
行訓練では切断側への視覚フィードバックを用いた荷重訓練を主に行い、術後85日に杖歩
行見守りレベルとなり回復期病院へ転院となった。【考察】本症例の断端管理は、発表者で
ある療法士の弾性包帯装着の技術が低かったこと・症例の活動度が高く外れやすかったこ
とから、断端が成熟し仮義足訓練に至るまでに約7週間を要した。療法士間の差をなくすた
め、より適切な圧迫を加えるために早期からのスタンプシュリンカーの使用やsemi rigid 
dressinngの導入を検討すべきと考える。また杖歩行獲得が比較的早期に獲得できた理由は、
荷重訓練にて視覚・聴覚へのフィードバックアプローチを行ったこと・本症例の病前ADL
が高かったためと考える。

P1-61-2
高エネルギー外傷によるコンパートメント症候群発症後痺れの訴えを強く
訴えた一例～超音波画像診断装置を用いた選択的アプローチ～
松田∙隆汰（まつだ∙りゅうた）1、吉岡∙稔泰（よしおか∙としひろ）1、平木∙詩乃（ひらき∙しの）1、中野∙千春（なかの∙ちはる）2、
山梨∙領太（やまなし∙りょうた）3、家崎∙雄介（いえざき∙ゆうすけ）4

1NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、2NHO 名古屋医療センター看護部、 
3NHO 名古屋医療センター薬剤部、4NHO 名古屋医療センター整形外科

【はじめに】コンパートメント症候群とは外傷や疾病によりコンパートメント（骨、筋膜、骨
間膜により囲まれた構造）の内圧が上昇し、その部位より末梢の局所還流障害をきたし、神
経や筋に不可逆的変性をきたす緊急疾患である。本症例ではコンパートメント症候群発症
後痺れを主訴とする神経障害に対して超音波画像診断装置を用いた介入により神経障害の
改善に至った例を報告する。【症例】40台男性。バイク単独事故にて当院へ搬送。来院時
CTにて大腿骨遠位端、脛骨、腓骨に骨折を認め加療目的に入院となった。【経過】受傷2日
目に創外固定実施。入院3日目に足関節底背屈困難、足背動脈の消失したため同日に造影
CT実施し膝下動脈閉塞、コンパートメント症候群のため減張切開実施しVAC開始となっ
た。入院4日日に新たに腓骨神経領域に感覚障害が出現しCK上昇あり膝下動脈領域の筋壊
死が確認された。入院18日目に壊死を呈した前脛骨筋、長趾伸筋、後脛骨筋の切除を実施。
入院29日目で他院へ植皮目的に転院し58日目に再度当院へ転院となった。【理学療法】介
入時より下腿から足底にかけ痺れの訴えが見られた。痺れ緩和を目的に超音波画像診断装
置（ドップラー）を用いて膝下動脈周囲の血流量を評価し血流低下が認められたため、膝下
動脈周囲の軟部組織へ徒手療法を実施した。理学療法介入後には血流改善、プレガバリン
の減量が得られた。【まとめ】今回エコーを用いながら徒手療法により痺れ、疼痛に変化を
もたらすことが示唆された。エコー所見により視覚的な変化を確認しながら理学療法を実
施することができた。今回はシングルケースとなるため今後は症例数を集め群間比較など
での効果判定を行っていきたい。

P1-61-1
右足関節外果骨折で安定した歩容獲得を目指して介入を行った一症例～足
趾筋力、腓骨筋とkager’s fatpatに着目して～
山本∙晴菜（やまもと∙はるな）

NHO 熊本再春医療センターリハビリテーション科

【症例】50歳代女性.受傷前は独歩自立,ADL自立.自宅前のコンクリートが凍結しており,
滑って右足首を内返しに捻り受傷.前医受診し右足関節外果骨折認め,手術加療目的に紹
介.Xpにて,右足関節外果骨折Weber 分類TypeB,AO分類では4F3B.【経過】腫脹改善後の
受傷6日目に骨折観血的手術施行.術翌日U字シーネ固定,可動域訓練から開始との指示の
もとリハビリ介入開始．術後16日目,アンクルフィックス装着し疼痛に応じて荷重歩行開
始.その際の足趾筋力,腓骨筋力はMMT2.術後22日目に全荷重可能となり片松葉自立.独
歩は揃え方にて可能であったが跛行著明．動的な足関節背屈可動域評価にて壁からの足趾
距離の測定を行った.その際の数値は5cm,またMTP関節固定での壁と膝の距離は18cm.
バランスの評価では,片脚立位やステップ動作は体幹動揺著明で支持物なしでは困難であっ
た.そのため,低周波使用しながらの筋力訓練運動,前足部への荷重練習,kager’s fatpatへ
のアプローチを行った.術後40日目に独歩獲得し自宅退院.最終での壁からの足趾距離は
13cm,MTP関節固定での壁からの距離は13cm,足趾筋力,腓骨筋の筋力もMMT4であっ
た.【考察】本症例は,腓骨筋,足趾屈筋の筋力低下をきたしており前足部への荷重困難やバラ
ンス能力の低下が示唆された.そのため,低周波を使用しながらの筋力運動,前足部荷重練習
を行った.また,足関節背屈時のendFeelにて足関節後方に詰まった感じがあるとの訴えあ
りkager’s fatpatの柔軟性の低下も示唆され,アプローチを行った.その結果,動的可動域の
獲得，足趾・腓骨筋の筋力改善したことでバランス能力も改善し,安定した歩容を獲得する
ことができたと考える.
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P1-62-2
呼吸器疾患の理学療法介入における初期・退院時評価内容の検討
廣野∙さつき（ひろの∙さつき）、渡邊∙俊介（わたなべ∙しゅんすけ）、横瀬∙由紀（よこせ∙ゆき）、牛村∙美穂子（うしむら∙みほこ）、
橋本∙朋晃（はしもと∙ともあき）、同道∙和真（どうみち∙かずま）

NHO 南京都病院リハビリテーション科

【はじめに】当科における呼吸器疾患の理学療法処方数は、全体の約半数をこえる。現在理
学療法評価は統一されたものはなく、各セラピストにより異なる。質の高い理学療法の提
供を目的に、評価表を作成した。令和6年3月1日より、対象患者を限定し試用を開始した。
以下評価表の内容と、この評価表を用いて評価を実施した一例を報告する。尚、症例には
発表に際し承諾を得ている。

【目的】簡便な評価表の作成及び、運用
【症例紹介】肺気腫で当院に入院された80代の男性患者。入院翌日、CDトキシン感染の為
個室隔離となる。7日後に隔離解除となった。初期評価は隔離解除当日より実施。学会登録
の時点で入院中であるため、退院時評価は未実施。評価内容は、呼吸機能（酸素使用の有無、
デバイス）、歩行様式、CAT、NRADL、MMSE、mMRC息切れスケール、握力、SPPB、6
分間歩行、活動量の10項目で、6分間歩行は評価困難だったが、他実施可能であった。なお、
MMSEはOTにて実施している。活動量は検査開始日より1週間の歩数を計測、5日で割っ
た値を記載。

【結論】評価期間は4日を要した。6分間歩行は実施困難、またCAT・NRADLは自己記載が
難しくは質問形式で対応した。NRADLに関しては実施していない項目は省いて小計し、ネー
ザルハイフローを試用している項目の酸素流量は0点とした。

【考察】令和6年3月1日より、5月15日現在7件の症例で評価を実施。評価期間は平均3
日と目標期間内で実施する事ができている。今後、内容や運用方法等ブラッシュアップし
ていき、科内で運用につなげていきたい。

P1-62-1
慢性閉塞性肺疾患患者の呼吸リハビリテーション入院に対する当科の取り
組み
岩中∙勇磨（いわなか∙ゆうま）、西口∙しほり（にしぐち∙しほり）、細川∙栞（ほそかわ∙しおり）、田中∙伸治（たなか∙しんじ）、
山村∙彩月（やまむら∙さつき）、松岡∙剛（まつおか∙つよし）、松下∙祐紀（まつした∙ゆうき）

NHO 奈良医療センターリハビリテーション科

【目的】当院では,慢性閉塞性肺疾患（以下COPD）患者が呼吸リハビリテーション目的で入
院することがあるが,評価内容,治療,指導内容が統一されておらず,各療法士に委ねられて
いる.今回,呼吸リハビリテーションの介入内容を標準化するためにリハビリテーション部
門で協議し評価表・プロトコル・指導用パンフレットを作成し,理学療法部門で運用した
結果を報告する.【対象】当院に呼吸リハビリテーション目的で入院したCOPD患者.入院
期間は2週間.【方法】入院初日に初期評価として,6分間歩行試験,基本的動作能力,呼吸状
態,Nagasaki University Respiratory Activities of Daily Living（以下NRADL）を実施.入
院翌日より呼吸リハビリとして、運動療法,コンディショニング,指導用パンフレットを使
用して,自主練習・呼吸指導を開始．入院2週目初日に再評価,プログラム・指導内容の再考
を実施.退院前日に指導用パンフレットを使用し退院時指導を実施する.【結果】指導用パン
フレットを使用したスタッフの感想として，指導内容が明確化し，より効果的な指導を行
うことができたという意見が多かった.【考察】評価内容,指導用パンフレットを使用するこ
とで呼吸リハビリテーションの介入内容を標準化できたと考える. 今後は上記の内容を充実
させ、介入効果の検証を行っていくことや、COPDだけではなく、他の呼吸器疾患患者へ
の介入も標準化するため部門内で検討していきたい.また、呼吸リハビリテーション目的の
入院患者が増加していく場合は,医師や看護師等とカンファレンスやクリニカルパスの作成
など連携を強化し指導内容を多職種間でも標準化していく必要があると考える.

P1-61-6
長期の荷重制限を要した両下腿・足部骨折患者の歩行能力向上に向けた取
り組み
織田∙雄大（おりた∙ゆうた）、山本∙幸夫（やまもと∙ゆきお）、山本∙誠（やまもと∙まこと）

NHO 姫路医療センターリハビリテーション科

症例紹介
50歳台男性、職業建設業。仕事中7mの高さから落下し、右脛骨・腓骨・中足骨、左脛骨・
踵骨骨折を受傷、当院で3度観血的手術を行った。
荷重は受傷後41日目より左下肢は膝蓋腱支持式免荷（PTB）装具装着して荷重・右下肢免荷、
78日目左下肢全荷重・右下肢1/2荷重、93日目両下肢全荷重となった。
歩行は41日目より平行棒内歩行、93日目独歩練習を開始した。
経過 
両下肢全荷重開始となった93日目から退院となった140日目までの介入について報告す
る。93日目の評価（右/左）はROM（°）股関節伸展（-5/5）、足関節背屈（-5/5）。MMT両側（右
＜左）で股関節屈曲、足関節背屈3、股関節外転、伸展3-。疼痛は歩行・荷重時、左脛骨天
蓋部にNRS5、歩行は両手杖監視。歩容はワイドベースで左立脚で右側方へ重心動揺、トレ
ンデレンブルグ徴候陽性、10m歩行17.2秒。
治療
独歩安定を目標に筋力増強運動は歩行・荷重時の左脛骨天蓋部痛を助長しないよう膝立ち
位で股関節周囲筋の運動を行った。
関節可動域運動は、足関節背屈と内返し・外返しの可動域改善のため、ティルトテーブル
を利用して内返しや外返し位で固定したストレッチを行った。加えて、それらの運動を歩
容に反映させるため、立脚終期に着目したステップ練習と蹴りだし練習を行った。
結果
140日目の評価はROM股関節伸展（10/5）、足関節背屈（5/10）。MMT両側（右＜左）で
両側股関節屈曲4＋、股関節外転・伸展、足関節背屈4。疼痛は歩行時、左脛骨天蓋部に
NRS2。歩容は左立脚で右側方への重心動揺が軽度残存したが、10m歩行6.29秒に改善し、
自宅退院となった。

P1-61-5
外反母趾を合併した足趾屈曲拘縮に対する装具療法に難渋した1例
河村∙貴士（かわむら∙たかし）1、山成∙考寛（やまなり∙たかひろ）1、井上∙和裕（いのうえ∙かずひろ）1、安川∙達哉（やすかわ∙たつや）1、
栗山∙龍太郎（くりやま∙りゅうたろう）1、坪根∙徹（つぼね∙てつ）1

1NHO 関門医療センターリハビリテーション科、2NHO 関門医療センター整形外科

【はじめに】足趾屈曲拘縮に対する装具療法の報告は,外反母趾をはじめとした他の足の外科
に関する疾患と比較すると少ない.本症例では外反母趾を合併した足趾屈曲拘縮に対する装
具療法を行う機会が得られたため報告する.【症例】55歳男性.主訴は,右足趾屈曲拘縮に伴う
歩行困難であった.現病歴は,約4年前に第5基節骨粉砕骨折を受傷.保存的治療を受けたが,
小趾の疼痛を庇って歩行するうちに右足趾屈曲拘縮を来し,右足趾は屈曲,足部は内がえし
位にて,足部外側縁で荷重をする歩容を来した.歩行困難の改善のために入院となった.【経
過】第0病日に右母趾骨切り術を行い,母趾アライメント改善後に,リハビリテーションを行
うも,足趾屈曲位の改善に乏しく,第28病日に第2趾骨切り術を行った.術後足趾屈曲位は
軽度改善し,第40病日から全荷重開始.歩行時は右踵接地から立脚期を通じて足部内がえし
で荷重,右母趾が外転,第2 ～ 4趾が屈曲,第5趾が内転位であった.また,立脚中期は足趾屈
曲位が助長した.そのため医師と相談後,硬性装具を作成・使用した.しかし第2 ～ 5趾中
足骨基部に荷重時痛が出現し,靴の装用困難により実用に至らなかった.第48病日より立
脚期における足部内がえしおよび,荷重による足趾屈曲助長の軽減を図るため,外側ソール
ウェッジを使用した.内がえし位の改善は認めたが,足趾屈曲位での荷重,足趾屈曲位助長は
改善を認めなかった.【結論】本症例は歩行時の足趾伸展困難,荷重に伴う足趾屈曲位の助長,
それを庇うように内がえし位での荷重となる点から装具療法に難渋した.未だに治療過程に
あり,歩行時の足趾・足部アライメントを確認し,実用に至る装具を検討していく予定である.
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P1-62-6
ピークフローメーターでの呼気はハフィングの代用手段となり得る ～健常
成人におけるピークフローとハフィングの呼気流量比較検証～
清水∙綾子（しみず∙あやこ）、菊池∙加寿子（きくち∙かずこ）、高橋∙宏幸（たかはし∙ひろゆき）、藤谷∙順子（ふじたに∙じゅんこ）

国立国際医療研究センター病院リハビリテーション科

【背景】ハフィングは排痰法の1つである。実施方法は口頭での説明や模倣などで指導する
が、声門を開いて行う呼気の理解に難渋し、患者によっては習得が難しい場合がある。一
方ピークフローメーター（以下、PF）は本来は喘息患者に用い、肺機能モニターとして使用
される機器である。ハフィングとPFは、声門を開いて行う瞬発的な最大呼出、という点で
呼気テクニックが近似している。PFは、マウスピースを咥えることで声門を開いて行う呼
出の理解が容易に得やすく、操作が簡便である。ハフィングの呼気テクニックの理解に難
渋する場合、PFを代わりに使用することで、容易に排痰法を習得し、呼気流量の確認が目
標設定に利用できるのではないか。【目的】ハフィングとPFの呼気流量の比較検証を行った。
また、人は値をフィードバック（以下、FB）された方が高い値を出すのかも併せて検証した。

【方法】健常成人30名に対し、 PFにフェイスマスクを接続し測定したハフィングと PFでの
PF値をそれぞれ3回ずつ記録し、その平均値を比較した。PFは値をFBしたうえで追加で
2回行った。統計解析ソフトを用い、有意水準5%とし、ハフィングとPF値の相関、FB前
後のPF値の比較を検証した。【結果】ハフィング平均、PF平均、FB後のPF平均は、それぞ
れ419.6±98.8 、445.7±113.3 、487.7±118.6（l/min）であり、ハフィングとPF値
は 相関係数0.9 で高い相関があった。PFはFB後の値がFB前の値と比較し有意に向上した。

【考察】ハフィングとPFは近似した呼気テクニック・流量であり、PFはハフィングの代用に
なり得ることが示唆された。また、数値の現状把握が動機付けにおいても期待される。

P1-62-5
電子スパイロメーターのインターフェースの違いが検査値に与える影響に
ついての検討
渡邊∙俊介（わたなべ∙しゅんすけ）、廣野∙さつき（ひろの∙さつき）、横瀬∙由紀（よこせ∙ゆき）、牛村∙美穂子（うしむら∙みほこ）、
橋本∙朋晃（はしもと∙ともあき）

NHO 南京都病院リハビリテーション科

当院では令和4年6月より呼吸ケアセンターが設立され、多職種のスタッフが一丸となって
日々患者様の治療や社会復帰の支援に取り組んでいる。令和6年1月より、リハビリテー
ションの評価の一環として、小型の電子スパイロメーターを使用した呼吸機能検査を患者
様に対して行っている。電子スパイロメーターは従来のピークフローメーターと違い、ピー
クフロー値以外にも肺活量や1秒量（率）などを正確に測定することができるため、臨床に
おける呼吸機能の評価や効果判定を行うのに有用である。しかし、スパイロメーターは基
本的に専用のマウスピースを使用して測定を行うため、マウスピースを上手く咥えられな
い患者や、口腔機能の低下した患者に対しては、空気漏れを生じることにより正確な測定
が困難であると考えられた。そのような患者に対しては、マウスピースよりもむしろフェ
イスマスクを使用した方が十分な送気が送れるのではないかと推察した。今回、健常者を
対象に電子スパイロメーターのインターフェースをマウスピースからフェイスマスクに変
更することで、呼吸機能の検査値にどのような影響があるのかについて検討を行ったため、
ここに報告する。

P1-62-4
「間質性肺炎サポート入院プログラム」における理学療法の取り組みを振り
返る
佐藤∙史明（さとう∙ふみあき）、大井∙七海（おおい∙ななみ）、高瀬∙三貴子（たかせ∙みきこ）

NHO 天竜病院リハビリテーション科

【目的】
当院では間質性肺疾患患者に対して2週間の「間質性肺炎サポート入院」を行い、他職種に
よる患者支援を行っている。その中で、理学療法士は主に呼吸困難感の緩和、下肢筋力を
始めとした下肢機能の維持・向上、それらを踏まえた退院後の自主トレーニングを作成し
指導している。今回、介入前後での効果を比較することで実施内容の振り返りを行った。

【方法】
令和5年11月から令和6年5月までに入院した間質性肺疾患患者9名（MRCスケール2－
5）に対し、介入前後の下肢機能検査（SPPB）、体重支持指数（WBI）を比較した。また退院
時アンケートにて不安感の改善の有無と制限・我慢していた事の再開意欲を調査した。
令和5年12月から入院した7名の患者には背臥位・端坐位・椅子座位での呼吸困難感（修
正Borgスケール）を前後比較した。

【結果】
椅子座位および端坐位での呼吸困難感は4例で減少した。
SPPBは3例で点数の向上が見られた。変化の多い項目はバランスと歩行で2例に改善が見
られた。立ち上がり項目では改善・悪化共に1例みられた。
WBIは2例で減少したが、7例は維持・向上が見られた。
退院時のアンケートにて「不安感の改善は出来たか？」の質問に、7例が少し減った・減っ
たと返答した。また「やりたくても制限・我慢していた事の再開意欲」の質問においても7
例が行ってみたい・再開する自信があると返答した。

【考察】
比較した結果、呼吸困難感の改善や下肢機能・筋力の変化が不安感減少と活動意欲の向上
に繋がったと思われる。引き続き治療効果を高めるために個別性を重視し、今後自主トレー
ニングの定着にむけた指導方法を検討していく必要があると感じた。

P1-62-3
当院における呼吸リハビリテーション評価・治療マニュアル完成後の評価
表利用状況に関する報告
光國∙若也（みつくに∙わかや）、冨永∙智美（とみなが∙ともみ）

NHO 近畿中央呼吸器センターリハビリテーション科

【背景】当院は全国の国立病院機構の中で呼吸器疾患の高度専門医療施設として位置付けら
れている。リハビリテーション科においても呼吸リハビリテーション（以下呼吸リハ）を実
施する割合が多く、対象疾患も呼吸状態が重篤な場合や指定難病・稀少疾患等、他施設で
はあまり経験できない症例も多い。また、当院以外の施設において呼吸リハの経験が少な
いスタッフも多い事から、「1.新人や呼吸リハ経験の浅い新入職員に対する教育　2.スタッ
フ間の知識や技術の共有　3.評価・治療の標準化」を目的にした呼吸リハに関する評価・治
療マニュアルを当院スタッフにより作成し2018年度より使用を開始した。この度、同マニュ
アルの中にある評価表の利用状況に関する報告を行う。

【目的と方法】2019年度と2023年度のそれぞれ2か月間における呼吸リハ、中でも代表的
な呼吸器疾患である間質性肺炎とCOPD患者の実施時における評価表の利用実績を集計し
た。集計内容は評価表における「部分的な評価表利用」と「評価表の全項目実施」とした。

【結果】2019年度においては「部分的な評価表利用：37.1%」・「評価表の全項目実施:3.1%」、
2023年度においては同様に38.7%・13.1%と利用実績は増加した。

【結語】今後も評価表を利用しやすくするよう改良を重ね、初期評価と最終評価すなわち効
果判定を行う事を徹底しリハビリテーションの質の向上を図る。
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P1-63-4
肺癌脳転移による左片麻痺を発症した全盲患者に対する理学療法の工夫と
転帰
小俣∙杏侑実（おまた∙あゆみ）、小中∙幸司（こなか∙こうじ）、平田∙綾子（ひらた∙あやこ）

NHO 姫路医療センターリハビリテーション科

はじめに
肺癌の脳転移により左片麻痺を呈した全盲患者に対する理学療法の工夫とその転帰につい
て報告する。
症例紹介
先天性全盲の70歳代男性で脳転移発症の1か月前に肺癌と診断された。発症前基本的動作
は自立、外出は家族の付き添いのもと可能であった。X日に左上下肢の脱力により転倒し、
右前頭野に脳転移がみられたためX＋12日に入院した。X＋19日から21日まで放射線治
療が行われた。
経過
理学療法はX＋13日より開始し、左麻痺の程度はBrunnstrom stage（以下、Brs）上肢4、
下肢1、左下肢深部感覚は中等度鈍麻であった。寝返り、起居は重度介助、端坐位は正中位
に保持できず常に介助が必要であった。全盲や深部感覚障害に配慮して、周囲の環境や左
下肢の位置、身体状況を理解しやすいように口頭での説明を丁寧に行い、修正が十分に行
えない部分に対しては身体位置や運動方向を介助で誘導して端坐位や立位のバランス修正
を行いながら動作練習を行った。
結果
X＋60日には左下肢深部感覚は中等度鈍麻であったが、左のBrs上肢5、下肢4と回復し、
起居、移乗は監視、平行棒内歩行が中等度介助で可能となった。しかし、その後、腰椎転
移による疼痛やせん妄が出現。徐々に傾眠時間も増加し、それに伴い動作能力も低下。全
身状態が悪化し、X＋93日に死亡された。
考察
放射線治療や全盲、深部感覚障害を考慮した理学療法により運動麻痺や動作能力の改善が
みられたが、腰椎転移や脳転移の再増悪により死亡という転帰をとった症例であった。脳
転移では病態変化が起きやすいため、全身状態の変化に注意を払い、状態に合わせた環境
調整や理学療法を実施する必要がある。

P1-63-3
転移性脳腫瘍に対して当院ならではの長期的リハビリテーションを実施し
た一例～自宅退院を目指して～
山野∙寛太（やまの∙かんた）1、平川∙崇（ひらかわ∙たかし）1、平野∙哲生（ひらの∙てつお）1、井上∙幸哉（いのうえ∙ゆきや）1、
柳川∙崇（やながわ∙たかし）2

1NHO 浜田医療センターリハビリテーション科、2NHO 浜田医療センター呼吸器内科

【はじめに】転移性脳腫瘍（brain metastasis：BM）はがんのIV病期に相当し、一般的に
予後不良である。また、BMは脳以外の多臓器転移や原発がんの再発、治療反応不良を示
唆し積極的治療を終了し、緩和医療へ移行を検討する機会となる。今回、BMに対して当
院ならではの継続的なリハビリテーション（リハビリ）を実施し、一時的な自宅退院が可能
となった症例を経験したため報告する。【当院の特徴】当院は救命救急センター、急性期病
棟、回復期病棟、地域包括ケア病棟、緩和ケア病棟を有しており、病棟担当制にてリハビ
リを実施している。【症例紹介】50代男性。肺癌に対して外来にて抗がん剤治療中であっ
たが副作用等にて休止していた。X月、痙攣にて当院へ救急搬送。頭部MRIにて左前頭葉
に嚢胞性病変を認め、同日入院となった。第5病日よりリハビリ開始。リハビリ開始時、
GCS:E4V2M6、右不全麻痺:上肢III手IV下肢IV。起居動作は中等度介助、端座位は軽介助
にて保持可能であった。【経過】第15病日に嚢胞が脳室穿破および浮腫悪化にて意識レベル
悪化あるも点滴治療にて改善あり。第30病日に開頭腫瘍摘出術実施。同日に抜管、翌日に
皮下ドレーン抜去。第62病日に当院回復期病棟へ転棟。第116病日、自宅退院。退院9日
後（Y日）に痙攣にて再入院。BSC方針となり、Y日＋13日に緩和ケア病棟へ転棟。Y日＋
19日、永眠。【結語】がんのIV病期においても、時として積極的なリハビリを実施すること
も必要である。本症例は変化していく病状の中でも、当院の特徴を生かし、救命救急センター
から回復期病棟まで継続的且つシームレスなリハビリを展開できたことで一時的ではあっ
たが自宅で最後の時間を過ごせたと考えられる。

P1-63-2
当院における肺がんの周術期リハビリテーションについての後方視的検討
川戸∙佑悟（かわと∙ゆうご）1、堂地∙晋弥（どうち∙しんや）1、光國∙若也（みつくに∙わかや）1、山田∙悟美（やまだ∙さとみ）1、
岡本∙慶子（おかもと∙けいこ）1、山本∙さわ（やまもと∙さわ）2、井村∙竜也（いむら∙たつや）1、垰∙雅彦（たお∙まさひこ）1、
北口∙智晴（きたぐち∙ちはる）1、冨永∙智美（とみなが∙ともみ）1

1NHO 近畿中央呼吸器センターリハビリテーション科、 
2NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【背景】当院では呼吸器疾患に対する周術期リハビリテーション介入を行っている。今回は、
当院における肺がんの周術期リハビリテーションの介入症例の術後アウトカムについて、後
方視的に検討を行った。【対象と方法】対象は2022年4月から2024年3月に当院呼吸器外
科から処方され、手術前後でリハを介入した肺がん症例を対象に、カルテよりデータを抽
出した。項目は、1.手術から退院までの日数（在院日数）、2.術後に初めて歩行を行えた日
数（第一歩行日）、3.手術前後の6分間歩行試験（6MWT）の変化率（％ 6MWT）の3つとし
た。3については手術前後で6MWTが計測可能であった症例を対象とし、それぞれVideo-
assisted thoracic surgery（VATS）群と開胸群の2群に分けて検討した。【結果】1.2.につ
いては計65例（VATS群52例、開胸群13例）を対象とした。1.在院日数（中央値）：VATS
群8.2日、開胸群13.0日。2.第一歩行日（中央値）：VATS群1.8日、開胸群2.1日。3につ
いては計38例（VATS群30例、開胸群8例）を対象とした。3.％ 6MWT（中央値）：VATS
群90.0％、開胸群85.9％。【結語】在院日数は開胸群がVATS群よりも延長していた。第一
歩行日と％ 6MWTは先行研究と同等の値となっていた。今後症例数を増やし、更なる検討
を行う予定である。

P1-63-1
化学療法治療中にせん妄を呈した肺がん患者にリハビリテーションを実施
し、せん妄の改善に寄与したと考えられる一症例
齋藤∙宙己（さいとう∙ひろき）1、加藤∙麻衣子（かとう∙まいこ）1、岩田∙誠一（いわた∙せいいち）1、佐々木∙孝夫（ささき∙たかお）1、
米澤∙一也（よねざわ∙かずや）1,2

1NHO 函館病院リハビリテーション科、2NHO 函館病院循環器科

【目的】せん妄は入院患者の約10 ～ 30%にみられ、リハビリテーション（以下リハ）実施中
においても制限となる場面が多いが、その報告は少ない。今回、肺癌の化学療法中にせん
妄を呈した症例を経験したので報告する。【症例】80代女性。X年、右下葉肺腺癌（多発肺
内転移、stage4）。既往歴は労作性狭心症、肥大型心筋症。BMI:19.8。MMT:両下肢3~4。
BI:85点（減点:歩行）。【経過】入院翌日がんリハ開始、翌々日から化学療法開始。リハは下
肢筋力訓練や歩行訓練等を実施。第5病日気胸を発症し保存的治療となった。安静度は車椅
子乗車まで。睡眠障害併発。第21病日せん妄発症。気胸の悪化はなく安静は解除。CAM（日
本語版）陽性、JCS:10、HDS-R:0点、BI:5点（移乗以外全介助）。第23病日せん妄のため化
学療法継続は断念し緩和治療に移行。精神科医による内服調整、看護師による離床機会増加、
OTを追加。第26病日せん妄改善。第43病日自宅退院。【最終評価】CAM（日本語版）陰
性、JCS:0、HDS-R:29点、MMT:両下肢3~4、BI:85点（減点:歩行）。【考察】せん妄は治
療の大きな妨げとなり予後を悪化させる可能性がある。本症例は、気胸の治療安静と併発
した睡眠障害への薬剤使用が、せん妄発症の誘因と考えられた。新たな治療として精神科
医による内服調整、看護師による離床時間の延長とOTが追加された。PTは下肢筋力運動
やADL練習、OTは認知機能の刺激を中心とした運動療法を実施した。期間は要したが自
宅退院ができた。高齢で安静を余儀なくされたため、せん妄発症リスクは高かったと考える。
PTとして、せん妄の予防だけでなく発症期間・程度を最小にして必要な治療ができる環境
を提供する必要があると考える。
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P1-64-2
重症心身障がい児（者）病棟における倫理観の向上に向けての取り組み－患
者の呼称について－
中塚∙幸宏（なかつか∙ゆきひろ）

NHO 兵庫あおの病院重症心身障害者病棟

【はじめに】A病院では2018年5月より呼称についての取り組みが開始された。しかしB
病棟では「〇〇ちゃん」や愛称等で患者の名前を呼んでいる状態があり改善がみられていな
かった。今回、B病棟の呼称に対する意識や実施状況を明らかにし、勉強会や啓発を行い改
善に取り組んだ。【目的】B病棟のスタッフがA病院で策定した「呼称について」の決定事項
を励行遵守でき、倫理観が向上する。【方法】B病棟のスタッフ43名を対象に、呼称に関す
る現状調査の無記名アンケートを実施した。結果をグラフ化し自由記述欄に記載された文
面はそのままの形で、スタッフに公表した。そして、呼称について現代の動向や倫理的観
点等について勉強会を行った。勉強会後は呼称についての決定事項をスタッフステーショ
ンに掲示し啓発活動を実施した。2 ヶ月後に再度アンケートを実施し勉強会前の結果と比較
を行った。【結果・考察】1回目のアンケートで入職3年目以内の約2割のスタッフが、「呼称
について」の取り決めを知らないという結果であった。又、愛称を使う理由として「周囲に
つられて」「昔からそう呼んでいるから」という回答が多く寄せられた。病棟の多くの者が
そう呼んでいるから、周囲の雰囲気に流され、倫理的問題に気付かず、無意識に言ってしまっ
ていたと考えられる。しかし、勉強会や啓発を続けた結果、2回目のアンケートで呼称につ
いての意識が高まったという意見が多く得られた。【結論】B病棟で「呼称について」の決定
事項を励行遵守しようとする意識は高まった。しかし、一部のスタッフは習慣やくせがな
かなか改善できないと言う課題が明らかになった。

P1-64-1
ハンセン病療養所における入所者に対する過剰介護の実態
仲井間∙敬子（なかいま∙けいこ）、花城∙裕美子（はなしろ∙ゆみこ）、上原∙めぐみ（うえはら∙めぐみ）、宮城∙まゆみ（みやぎ∙まゆみ）、
富∙さなえ（とみ∙さなえ）

国立ハンセン病療養所沖縄愛楽園看護科

【はじめに】Aセンターは入所者の平均年齢が87.8歳と超高齢で、介助が必要な入所者が殆
どである。日常生活援助を行う中で、自力で移乗動作ができていた入所者が職員の介助を
待つ姿が多くなった。このことから、職員が「できること」までも介助を行っているのでは
ないかと考え研究に取り組んだ。【目的】介護員の入所者に対する過剰介護の実態を明らか
にする。【方法】介護員48名に対し自記式質問紙調査。分析：単純集計、クロス集計、カイ
二乗検定。【倫理的配慮】A園倫理審査委員会で承認を得た。【結果】介護員42名から回答
を得た（回収率87.5％）。過剰介護を行ったことがあるかでは「ある・たまにある」が35名

（87.9％）、「ほとんどない」が4名（10.3％）であった。「ある・たまにある」と回答した者の
過剰介護を行ってしまう理由として、移乗介助時は「危ないのでやってしまう」「時間がな
い」「相手から求められる」が上位3項目、食事介助時では「相手から求められる」「時間が
ない」「待てない」が上位3項目であった。カイ二乗検定の結果、配属年数による有意差は
認められなかった。【考察】過剰介護は入所者の「意欲の低下」「残存機能の低下」に影響を及
ぼす。入所者の尊厳を考え支援していく事は過剰介護を減らす事になりさらに多職種連携、
情報共有する事でより良い支援の提供、介護の質向上につながると考える。【結論】1．介護
員の89.7％が過剰介護を行っていた。2．職員の業務優先となっている傾向がある。3．時
間内に介助を行わないといけないと思う職員の意識から過剰介護となる傾向がある。4．今
後、多職種と連携を図りカンファレンスを行うことで過剰介護を減らすことにつながる。

P1-63-6
がん患者の転帰先の要因に関する決定木分析
秋田∙貴之（あきた∙たかゆき）、各務∙伊織（かがみ∙いおり）

NHO 米子医療センターリハビリテーション科

【目的】がん患者の転帰先は、患者の病状や治療の効果、社会的支援など多岐にわたる要因
に影響するため予測することは安易ではない。一方で、リハビリテーション（以下リハビ
リ）の計画や退院支援を計画する上で退院先を予測することは重要である。本研究では、が
ん患者の転帰先に関連する主要な要因を特定し、がんのリハビリに寄与することである。

【方法】対象者は、当院にがん治療を目的として、リハビリを受けた方45名を対象とした。
診療録より、転帰先、年齢、性別、原発巣、在院日数、リハビリ介入日数、リハビリ前後
Barthel Index（以下BI）、入退院時Performance Status（以下PS）、家族構成、介護認定・
在宅支援サービス利用の有無の項目を抽出し、決定木分析を用いて解析した。その後、決
定木分析の結果を用いて自宅退院患者（35名）を対象に、PS1・2群（29名）とPS3・4群（6
名）に分け、マンホイットニーのU検定を用いて各項目を比較した。【成績】決定木分析の結
果、自宅退院の主要な要因は、入院時PSの閾値が2.5より低いことが示された。次に、マ
ンホイットニーのU検定の結果、リハビリ後BIのみ有意な差を認めた（p＜0.004）。PS3・
4群では介護認定2名、在宅支援サービス3名の使用があった。【結論】本研究により、がん
患者の自宅退院は入院時PSによって影響されることが示された。そして、PS3・4群に該
当する自宅退院を希望する患者に対しては、家族のサポート体制の強化や自立度向上のた
めのリハビリ計画が重要であり、さらに介護認定や在宅支援サービスの検討が重要となる
と考えられた。

P1-63-5
待機的結腸直腸切除術患者に対する歩数計を用いたプレハビリテーション
の有用性
吉本∙慎（よしもと∙しん）1、佐藤∙優（さとう∙すぐる）1、井手∙正樹（いで∙まさき）1、荻原∙博（おぎわら∙ひろし）1、
西尾∙萌（にしお∙もえ）2、伊藤∙さやか（いとう∙さやか）3、坂元∙一郎（さかもと∙いちろう）4、小川∙哲史（おがわ∙てつし）4

1NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科、2NHO 高崎総合医療センター栄養科、 
3NHO 高崎総合医療センター看護部、4NHO 高崎総合医療センター外科

【目的】消化器がん患者に対するプレハビリテーションは、積極的な運動負荷と高いアドヒ
アランスにより、術前の身体機能の強化を図る試みを指すが、術後転帰に与える影響は明
らかでない。本研究では、歩数計を用いた有酸素運動によるプレハビリテーションを行い、
術後合併症や体重減少の防止に対する有効性について検討した。【方法】2022年10月より
1年間に当院で結腸直腸切除術が予定され、プレハビリテーションを実施した患者のうち、
日常生活動作が自立していた52名を対象とした。歩数計は、転倒リスクがないと判断され
た患者に貸与した。歩数計を貸与した患者（介入群、20名）は、通常のプログラムに加えて、
術前14日間以上在宅で有酸素運動を実施した。介入群と、通常のプログラムを実施した患
者（対照群、32名）で、術後合併症、在院日数、術後1 ヶ月間の体重および骨格筋量につい
て比較した。なお、術前の栄養指導にてエネルギー：体重×30（kcal）、蛋白質：体重×1.3

（g）にて栄養管理を行った。【結果】介入群の1日平均歩数は、術前6460歩、術後入院中
2368歩、退院後4591歩であった。介入群は対照群と比較して、術後合併症（1件vs 4件、
P=0.38）、術後在院日数（中央値8.0日vs7.5日、P=0.34）、術後1 ヶ月間のΔ体重（平均
-2.0kg vs -1.6kg、P=0.92）、Δ骨格筋量（平均-1.9kg vs -1.6kg、P=0.83）と、いずれも
有意差を認めなかった。【結論】歩数計を用いた有酸素運動によるプレハビリテーションは、
術後転帰に対して有効性を認めなかった。介入群で骨格筋量が減少傾向にあったことから、
周術期の至適栄養投与量について検討していくべきと考える。
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P1-64-6
当院における心不全教室の立ち上げと薬剤師の関わり
平野∙裕也（ひらの∙ゆうや）1、河野∙大希（かわの∙たいき）1、桑原∙貴美子（くわはら∙きみこ）2、大久保∙嘉則（おおくぼ∙よしのり）1、
鈴田∙浩孝（すずた∙ひろたか）1

1NHO 嬉野医療センター薬剤科、2NHO 鹿児島医療センター薬剤科

【目的】心不全とは心機能低下により呼吸困難、倦怠感、浮腫などが生じ、それに伴う運動
耐容能が低下する症候群と定義されている。心不全の原因として、弁膜症、冠動脈疾患、
不整脈など多岐に及び、初期の危険因子として糖尿病、脂質異常症、高血圧があげられる。
このような点から、当院では食事や運動などの生活習慣の管理に加えて、心不全の危険因
子に対する適切な治療や投薬など多方面からの介入により、進行・再発の予防を目的とし
た多職種集団教育を行っている。今回は、心不全教室の立ち上げまでの経過、薬剤師の関
わりについて報告する。【メンバー】医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、理学療法士【活動
状況】・患者用資料の作成・薬剤に関する心不全教室の開催（2週間に1回）【結果・考察】集
団教育の一環として薬剤師による心不全教室を2週間に1回開催している。教室の開催に伴
い、患者が見返した際も理解できるような資料の作成を行った。薬効の説明、一包化やお
薬カレンダーなどを利用した薬の管理方法の紹介、怠薬による危険性などを指導し、患者
の薬識やコンプライアンス改善に努めている。実際に教室を開催したところ、積極的に発
言があり意欲的に参加している患者がいる一方、発言なく理解しているかの判断がつかな
い患者など様々であった。患者の理解度を確認し、不十分である患者に対して内服してい
る薬剤を理解できるよう指導を行い、退院後に管理を継続させることが課題である。導入
段階ということもあり今後対象患者の入退院、再入院率などをデータとして蓄積し、問題
点の抽出を行い心不全教室のさらなる改善に努めていきたい。

P1-64-5
気持ちに寄り添う「繋がりカード」
山本∙奈 （々やまもと∙なな）、高橋∙純子（たかはし∙じゅんこ）、安藝∙彩（あき∙あや）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター療育指導科療育指導室

はじめに：当院の小児科病棟では、新型コロナ禍において感染防止対策の観点から長期入
院生活を送っている患児と家族の面会に制限があった為、家族が患児の様子を頻繁に把握
することが難しい状況にあった。その状況を踏まえ「繋がりカード」を作成し、繋がりカー
ドを通して家族に日々の保育活動の報告を行っている為、その取り組みについて報告す
る。目的：長期入院生活を送っている患児の家族が、繋がりカードを通して日々の保育活
動の様子を知り、少しでも入院生活の不安を軽減することができる。方法：行事や制作活
動、屋上庭園の散歩など保育活動を行った際に写真撮影を行い、その写真を元に繋がりカー
ドを作成し、面会時に家族にお渡しする。経過及び結果：作成した繋がりカードを患児が
見た際には、写真に写っている自分の姿を指さし、嬉しそうな表情が見られ、保育の中で
患児とコミュニケーションをとる一つのツールにもなっていた。また、家族に渡した際に
は「可愛い！家宝にします！」と感謝の言葉を頂けたり、「良い表情の写真を頂けて嬉しいで
す。」と喜びの声を聞くこともできた。考察：家族にとって病院での子どもの様子を知るこ
とができることは安心や心の支えにもなり、家族支援に繋がると考える。カード作成の活
動としては、他にも退院や誕生日のお祝いカード、転院する患児に贈る応援カードなどの
作成も行っている。カード作成は手作りや手書きで行うことでより温かい気持ちが伝わり、
何より笑顔の患児の様子を見て家族もまた笑顔になり、喜びの声を聞くことができた。今
後も患児の大切な成長の瞬間を見落とすことが無いよう、家族の気持ちに寄り添いながら、
この活動を継続していきたい。

P1-64-4
フードハピネスプロジェクト活動報告～嚥下障害があってもデザート
ビュッフェでハッピーに～
安田∙由香（やすだ∙ゆか）1、椿野∙浩太（つばきの∙こうた）1、川久保∙幸代（かわくぼ∙さちよ）3、田中∙知子（たなか∙ともこ）1、
大野∙幸司（おおの∙こうじ）4、田中∙恭子（たなか∙きょうこ）2

1NHO 兵庫中央病院看護部、2NHO 南京都病院看護部、3NHO 兵庫中央病院療育指導室、 
4NHO 兵庫中央病院事務部

【背景】A病棟は筋ジストロフィー、神経難病患者が長期療養している。疾患の進行に伴い
嚥下障害があり食事は状態に合わせた嚥下食となる。患者から「ケーキ食べたいけど無理や
な」という諦めの声が聞かれ、当院では2023年より「フードハピネスプロジェクト」と銘打
ち患者に安全で楽しい食事時間を過ごして欲しいという思いから、嚥下機能の低下した患
者でも食べられる食事や菓子を提供する取り組みを行っている。【目的】嚥下障害があって
も美味しく食べて楽しい時間が過ごせる。【方法】嚥下障害のある患者でも食べられるデザー
トの情報収集を行い、講師を選定し交渉・打ち合わせを実施。対象患者に参加希望を確認、
主治医からの承諾を得て安全・感染予防・楽しい雰囲気作りを考慮しながら多職種と打ち
合わせを行い試食会を重ねた。【結果】会場26名、ベッドサイド8名、計34名の患者が参加。
講師の実演も交えながらデザートビュッフェを実施。会場のアンケートで26名中25名が
おいしかった、23名がまた参加したいと回答した。また「本格的なスイーツが食べれてう
れしい、空間演出がよかった」という声が聞かれた。回答が得られた職員8名の半数が負担
を感じたと答えたが、患者にいつも以上の笑顔が見られ実施して良かったとの声が聞かれ
た。支出は講師費・材料費・飲み物代で1患者あたり2,723円であった。【考察】人間にとっ
て食べる事は生命維持だけでなく楽しみでもある。嚥下障害のある患者は好きな物を食べ
る事を諦めざるを得ない。嚥下障害のある患者でも食べられるデザートを選択して食べら
れた事は安心で楽しい時間へとつながる。取り組みの継続は患者のQOL向上につながり今
後も継続していきたい。

P1-64-3
精神科慢性期病棟の患者が医療サービスに感じている価値の実態 ―ペイ
シェント・エクスペリエンスサーベイを用いて―
永尾∙勇（ながお∙いさむ）、行武∙雅子（ゆきたけ∙まさこ）、金丸∙昌憲（かねまる∙まさのり）、長∙祥子（ちょう∙さちこ）、
興梠∙嘉彰（こうろぎ∙よしあき）、白石∙早苗（しらいし∙さなえ）

NHO 肥前精神医療センター看護部

【目的】精神科慢性期病棟の患者が医療サービスに感じている価値を明らかにする。【方法】
A病院慢性期病棟に1年以上入院かつ過去1年間に保護室利用がない60名に入院生活で経
験すると思われる31項目で構成した自記式質問紙を用いた。【倫理的配慮】A病院倫理審査
委員会の承認と完成版日本版PXサーベイ（入院患者用）を一部変更し許諾を得た。【結果】回
収率は83％、有効回答率は88.6％であった。『療養環境』は、他患者の話し声や足音で眠れ
ないは36％、部屋はとても清潔は56％であった。『医師の対応』は、わかりやすい説明を
いつも受けているは33％、いつも信頼は49％、いつも誠実は56％であった。『看護師の対
応』は、わかりやすい説明をいつも受けているは37％、いつも信頼は62％、いつも誠実は
56％であった。『ケア・治療』は、いつも職員は協力しているは49％、自分の意思が反映さ
れているは時々が62％であった。不安や悩みを話せる職員は非常にいるが41％、精神的な
サポートを十分に受けているはややそう思うが62％であった。伝えられる情報が時々職員
によって異なるは56％、薬の副作用についてわかりやすく説明しているは28％がいいえで
あった。『病院全体』は、人として大切にされているはいつもが36％、十分なケアを受けて
いるはいつもが41％であった。しかし、今の入院経験は10段階評価中5が31％、4以下
の回答は31％を占めていた。【考察】精神科慢性期病棟の患者は、医療サービスの価値を高
く評価していた。しかし、今の入院経験は半数以上がわるい経験と回答していた。サーベ
イの設問に影響を及ぼす背景の検証も必要と考える。今後もA病院のサービスの質向上の
ため、活用していきたい。
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P1-65-4
筋ジストロフィー病棟における介護支援連携指導件数増加への取り組み
長田∙みか（ながた∙みか）、岡田∙生美（おかだ∙いくみ）、井高∙麻美（いだか∙まみ）、山崎∙明子（やまざき∙あきこ）、
島田∙美紀（しまだ∙みき）

NHO 大阪刀根山医療センター看護

【はじめに】筋ジストロフィー患者は医療処置が必要な事が多く、進行性の疾患であるため
病期によって在宅支援内容も様々である。在宅療養患者が、担当相談支援専門員の付き添
いの元入院した際には、介護支援連携指導（以下連携指導とする）をしていたが、コロナ禍
で実施が難しくなった。2022年よりビデオ通話でも算定可能となったが昨年は7件中1
件のみビデオ通話実施であった。今回、ビデオ通話の実施件数を増加させる取り組みを行
い、介護支援体制を強化できたので報告する。【目的】連携指導の実施件数が増加し、介護
支援体制が強化できる。【方法】1.院内のマニュアルを用いて入退院支援についての基礎知
識、手順を病棟看護師へ周知2.患者選定し個々に日程調整3.退院支援リンクナースがビデ
オ通話設定4.担当看護師と連絡方法、情報共有するべき内容の打ち合わせ5.IPadを用い個
室を準備（2名体制、1人は書記）【結果】ビデオ通話による連携指導26件中16件であった。
1回のビデオ通話は15 ～ 30分。実施した看護師からは、患者のことがよく分かった、経
験したことがなくビデオ通話に抵抗があったが手軽に情報交換ができたと好意的な意見が
聞かれた。【考察】件数増加につながった要因として、双方の時間調整をしやすい、時間を
かけずに手軽にできる、顔を見ての情報交換の重要性を実感出来たことが考えられる。又、
看護師2名体制にしたことで初めて実施する事に対する不安が軽減したと思われる。【おわ
りに】ビデオ通話による連携指導は短時間で情報共有が出来る効果的な方法である。本格的
な導入を目指し今後も多くの連携指導ができるよう関わっていきたい。

P1-65-3
「退院前訪問もしくは退院後訪問を経験した病棟看護師の退院支援に対す
る認識の変化」～患者支援の在り方について～
増渕∙由香（ますぶち∙ゆか）、大場∙智子（おおば∙ともこ）、山田∙祐子（やまだ∙さちこ）、豊田∙有子（とよた∙ゆうこ）、
吉岡∙由美子（よしおか∙ゆみこ）、廣田∙しのぶ（ひろた∙しのぶ）

NHO 霞ヶ浦医療センター地域医療連携室

【はじめに】当院では、慢性疾患を抱えながら住み慣れた生活の場で自分らしい生活を続け
られるよう令和2年から退院前もしくは退院後訪問を開始した。病棟看護師は、短い入院期
間の中で退院後の生活に起こりうる問題を想定し、看護過程の展開を行わなければならな
い。しかし現実は患者個々の在宅での生活をイメージできず、退院後の生活を見据えた支
援が不十分であった。そのため退院後、間もなく再入院をしてしまう事例があった。そこで、
退院支援に対する認識の変化を知るため、退院前もしくは退院後訪問を経験した病棟看護
師に、インタビューを行った。【方法】調査研究。令和4年4月から同年12月までの退院前
もしくは退院後訪問を経験した病棟看護師9名を対象にインタビューを行い、内容を分析
しカテゴリー化した。またインタビューはインタビューガイドを使用しプライバシーに配
慮し個室で約30分間行った。【結果】インタビュー内容を逐語録に起こし、カテゴリー分類
した。病棟看護師は、訪問前は「患者・家族の思いの表出」「家族の介護負担」「病棟のやり
方で指導」訪問後は、「患者の穏やかな生活」「患者の家族が自信をもって介護ができる具体
的な指導」「入院早期から病棟看護師が在宅を考えて支援」であった。【結論】病棟看護師は、
住環境や患者が生活者として暮らす様子を実際に見たことで、入院早期から積極的に退院
支援に関わる必要性が理解できた。

P1-65-2
在宅における神経筋難病患者支援の困難さ―地域のケアマネジャー（CM）
へのアンケート調査から－
渡辺∙真弓（わたなべ∙まゆみ）、杉本∙さおり（すぎもと∙さおり）

NHO 兵庫中央病院地域医療連携室

当院は障害者施設等一般病棟を有する神経筋難病患者が長期療養される病院であるが、検
査・リハビリ・レスパイト目的等で一時的に入院し在宅療養される患者も多い。その中で
MSWとして神経筋難病患者支援の困難さに日々直面しており、地域の支援者においても
同様の困難さを抱えているのではないかと感じた。先行研究では難病ケアマネジメントは
他のケースと違い、連携先の数が多く、疾病の理解、介護保険以外のサービスの知識不足、
病状の進行に伴う身体の状態変化への対応や心理的サポート、意思決定支援に困難さがあ
り、難病ケアマネジメントの研修が必要と思っているCMが多いと言われている。今回は
神経筋難病患者に絞り、地域のCMはどんなところに支援の困難さがあるのか調査し、病
院との連携がケアマネジメントに役立つかを明確にすることを目的とした。A市のCM、地
域包括支援センター職員を対象に自記式アンケート調査を実施。難病医療費制度利用者（神
経難病）とそれ以外のケースとの違い、難病医療費助成制度と介護保険外サービス利用、疾
病特性と病状の進行、心理的サポート・意思決定支援に分けて患者支援の困難さについて
質問項目を作成し、病院での連携・情報提供の機会である、患者との面会、リハビリ見学、
退院前カンファレンス、看護サマリー、MSWからの情報提供・情報交換、研修・事例検討
会の6つの場面が支援の困難さに有用なのか調査し、CMとの連携のあり方について検討し
た。

P1-65-1
高度肥満の減量を目的にPERIO・MSW・地域が連携・協働し周術期管理
を行った1例
木梨∙貴博（きなし∙たかひろ）、末富∙美絵（すえとみ∙みえ）、友塚∙直人（ともつか∙なおと）、稲垣∙優（いながき∙まさる）

NHO 福山医療センター医療連携支援センター

【はじめに】当院は入院・手術予定患者が入院前から安全かつ安心して治療に専念でき、入
院後の治療、療養生活がイメージ化できるよう支援している。患者情報も共有しチーム医
療による満足度の高い医療を提供している。特にハイリスク、中・高侵襲の手術予定患者
に対し周産期管理チーム（以下、PERIO）が介入し周術期管理を行っている。【目的】人工股
関節置換術実施のため地域と連携・協働し、30kg以上減量を達成した周術期管理の症例に
ついて報告する。【症例・結果】50代女性。両側変形性膝関節症により人工股関節置換術適
用と判断された。しかし高度肥満（体重123.0kg）なためPERIOが介入した。介入後多職種
から指導され、かつ麻酔科から減量目標としてBMI＝40以下、体重93.6kg以下、4METs
程度の運動耐容能を保てていることが示された。PERIOは減量目的の入院が必要と考え、
MSWが介入し地域と連携・協働した周術期管理を開始した。本人が入院での減量を希望さ
れ調整した結果、A病院に2回入院し合計13kg減量できた。退院後、本人が自宅で継続し
たリハビリを希望され、経済的負担の軽減かつ運動機会増を目的に介護保険申請及び訪問
看護・訪問リハビリを調整した。要支援1が確定後、訪問看護・訪問リハビリ・デイサービ
ス利用により減量が進みPERIO介入時よりも32.9kg減量できた。【考察】目標達成に向け
本人と目標共有かつ本人への動機づけ、さらには病院と地域が連携・協働し効果的な指導
を継続し、病院・地域が共に一貫性のある支援継続するこが重要と考える。【終わりに】地
域と役割分担し目標達成に向けた連携・協働は有効であり、将来的にはシステム化の可能
性も考慮したい。
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P1-66-2
がん疼痛患者におけるトラマドールから強オピオイドへの移行状況の実態
調査
大野∙孝明（おおの∙こうめい）1、新井∙聡子（あらい∙さとこ）1、濱野∙愛里（はまの∙あいり）1、村上∙明男（むらかみ∙あきお）1、
軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）2、荒∙義昭（あら∙よしあき）1

1NHO 災害医療センター薬剤部、2NHO 東京医療センター薬剤部

【背景】
トラマドール（TRM）はWHO方式三段階除痛ラダーの第二段階として使用が推奨されてい
た。しかし2018年に除痛ラダーに関する文章が削除された。改定後もTRMは麻薬に分類
されていないことから依然として使いやすい鎮痛薬として処方され、TRMから強オピオイ
ド（potent opioid analgesic:POA）への切替えが多々行われている。TRMとPOAを比較
した研究はあるが、切替えまでの期間や用量等について調査した研究は多くない。そこで
当院のがん疼痛患者を対象にTRMからPOAへの切替えの実態を調査した。

【方法】
2022年4月～ 2023年3月にTRMからPOAに切り替えたがん疼痛患者を対象に診療録
を用いて後方視的に調査を行った。調査項目は性別、年齢、がん種、切替え時の併用薬、
TRMの用量、投与期間、POAの種類、用量、Numerical Rating Scale（NRS）等とした。

【結果】
対象患者は19名で、男性11名、女性8名、年齢の中央値は70歳（範囲55 ～ 85歳）であった。
がん種は大腸がん6名、肺がん4名、膵がん3名、その他6名であった。TRM投与期間は9
日以下2名、10 ～ 28日4名、29 ～ 45日2名、60日以上11名であり、中央値は63日（範
囲4～2593日）であった。切替え後のPOAの内訳はオキシコドン錠17名、モルヒネ錠1名、
フェンタニル貼付剤1名であった。切替え後のモルヒネ換算用量は増加5件、ほぼ等量6件、
減少8件であった。切替え後のNRSは切替え前と比較して低下していた。

【考察】
TRM投与期間は45日以下と60日以降で二峰性の分布となった。45日以下で切り替えた
症例はTRMを導入せず、POAを速やかに導入すべきだった可能性が高い。薬剤師はより適
切な処方支援をしていくことが重要であると考える。

P1-66-1
診断的神経ブロックが奏功した、梨状筋症候群と思われた1例
櫻井∙睦美（さくらい∙むつみ）、高橋∙通規（たかはし∙みちのり）、田島∙つかさ（たじま∙つかさ）、高橋∙紀子（たかはし∙のりこ）、
高橋∙松美（たかはし∙まつみ）

NHO 仙台医療センター緩和ケア内科緩和ケアチーム

【はじめに】梨状筋症候群は、坐骨神経が梨状筋に圧迫されて生ずる、坐骨神経痛や梨状筋
の筋肉痛を呈する症候群である。【症例】76歳、男性。上行結腸癌再発にて化学療法実施中、
急激に左腸骨部から大腿部にかけ、これまで経験したことのない強い痛みが生じた。直近
のC Tでは局部及び当該の神経支配領域に転移巣が見当たらなかった。アセトアミノフェ
ンでは鎮痛が得られず、発症後3日目に診断と治療目的に緩和ケア内科外来を紹介受診。【初
診時現症】右臀部及び大腿外側後面にかけて締め付けられるような強い疼痛あり。当該領域
に皮膚の異常は見当たらなかった。右坐骨神経の出口近傍を圧すると局部及び坐骨神経領
域の疼痛が増強した。さらにS L R陰性かつ股関節を内転・屈曲位にしたところ症状が増強
したことから臨床的に梨状筋症候群を疑った。【経過】梨状筋および坐骨神経周囲に1％リド
カイン5mL及びデキサメサゾン1.65mgの注射を実施したところ速やかに症状は消失。鎮
痛薬はトラマドール25mgを1日4回服用とし、梨状筋の緊張を和らげる目的で疎経活血湯
も併用し梨状筋ストレッチも指導した。梨状筋ブロックは1週間間隔で合計2回実施。治療
開始から2週間で疼痛は完全に消失した。【結論】長期座位保持の習慣があり、特有の症状
があり梨状筋ブロックが著効したことから梨状筋症候群であると考えられた。梨状筋症候
群は診断されることが少ない疾患であるが、進行がん治療中であっても神経障害性疼痛の
鑑別疾患として念頭におくべきであると思われる。

P1-65-6
地域の転院先施設の嚥下食形態一覧表の作成
松本∙楓子（まつもと∙ふうこ）1、宮本∙真奈美（みやもと∙まなみ）1、鳥山∙明子（とりやま∙あきこ）2、原田∙佳明（はらだ∙よしあき）3

1NHO 舞鶴医療センター栄養管理室、2NHO 奈良医療センター栄養管理室、 
3NHO 舞鶴医療センター内科系診療部

当院は舞鶴地域の中では脳卒中ケアユニット（SCU）を持ち集中治療が可能な環境を有し、
脳卒中の急性期病院としての中心的役割を担っている。急性期治療が終了し、リハビリや
療養のため、地域病院や高齢者施設へ転院・退院となるケースが多い。その際、ほとんど
の患者が脳梗塞の後遺症や、元々の嚥下機能低下の影響で、嚥下食で転院・退院となるこ
とが多く、転院後のスムーズな介入のために食形態など食事に関する施設間の情報共有が
重要となってくる。現在、当院栄養管理室は両丹地区病院栄養管理研究会に属しており、
その会に属する施設間では嚥下食形態の情報共有を行っているが、これらの病院や施設へ
転院・退院するケースは少なく、会に属さない近隣病院や施設に転院・退院するケースが
多くを占めている。実際、病棟カンファレンスでは、転院先施設にどのような嚥下食が存
在するかわからないという状況が多々あり、現状の食事のままで転院が可能なのか、問題
ないのか等、判断に困るケースが発生していた。そこで、頻回に転院先となる可能性のあ
る近隣施設を抽出し、その施設栄養士に直接連絡をし、どのような食種・形態を揃えてい
るかを調査することとした。その結果、7つの施設より情報共有いただくことができた。そ
こで一覧表にまとめ、地域医療連携室に配付し、情報共有を行った。また、連絡した施設
の中には同様に困っている施設もあり、電話にて当院の嚥下食についても紹介を行うだけ
でなく、お互いに嚥下食を写真で共有したケースもあった。今後はさらに調査施設数の増加、
実際の食事の写真の追加を行い、より地域施設との連携をスムーズに行えるツールを作成
していきたいと考える。

P1-65-5
急性期病院における退院調整時の課題～退院後カンファレンスを通して～
池田∙としえ（いけだ∙としえ）、松本∙広美（まつもと∙ひろみ）、菊川∙浩明（きくかわ∙ひろあき）

NHO 熊本医療センター地域医療連携室

【はじめに】当院では2020年より病診連携会議の中で他施設を招へいし、施設の特色や
機能紹介をすることで当院職員が関係施設や地域連携への理解を高める機会としている。
2023年からは、後方支援施設へ退院、転院した患者の事例検討を行い相互間の課題を共
有できるように取り組んでいる。事例検討には、各部署の退院支援看護師が中心となりプ
レゼンテーションを行い、自部署の看護ケアを振り返る機会となっている。急性期の課題、
回復期や在宅療養の理解を深めるとともに、看護師教育の機会となっている。【目的】急性
期病院の抱える退院支援の課題や後方支援施設への理解を深め、相互間の連携強化に繋げ
る【方法】1.開放型病院登録病院より、来院プレゼンテーションの年間計画立案2.連携施設
と情報交換を行い、事例検討対象患者を選定、発表も依頼する3.当該患者の該当部署の退
院支援看護師により事例をまとめ、地域連携会議の中で発表、事例検討を行う【結果】当院
で月1回開催される病診連携会議で他施設紹介後、約30分事例検討の時間を設けた。医師・
看護師など多職種の参加で検討を行った。事例検討は3施設を実施。急性期病院で抱える課
題として回復期への看護サマリーの記載内容、相互間の情報提供の在り方、在宅医療に向
けての準備などをテーマに検討を行った。連携先施設からは「ほしい情報を伝えることがで
きた」「紹介元である場合の相互間の情報共有の在り方を考える機会になった」「在宅受け
入れへの時期や準備にとらわれない」などの意見を交わすことができた。また、職員からは

「連携先の職員と関係性を築くことができた」「事例検討で振り返りができた」などの意見が
聞かれた。
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P1-66-6
緩和ケア病棟での肺がん併発の間質性肺炎患者に対する呼吸困難への看護
介入の検討
高橋∙歩実（たかはし∙あゆみ）、三原∙加恵（みはら∙かえ）

NHO 近畿中央呼吸器センター緩和ケア

【はじめに】間質性肺炎患者を含む、非がん性呼吸器疾患患者の呼吸困難はがん患者と比較
し強く耐えがたいことが報告されており、早期から緩和ケアを開始するべきとされている。

【目的】緩和ケア病棟へ入院した肺がん併発の間質性肺炎患者の記録から、オピオイド使用
のタイミングや看護ケアを振り返り呼吸困難に対しての効果的な緩和ケアを検討する。【倫
理的配慮】個人が特定されないよう配慮し、収集したデータは本研究目的以外では使用しな
い。【結果】呼吸困難増強時にはタイムリーにオピオイドが導入されていた。また先行して
がん疼痛に対してオピオイドを導入しているケースでは呼吸困難出現時に麻薬の種類の変
更や注射薬への切り替えといったスイッチングがスムーズに行われていた。非薬物的療法
としてはファン療法やポジショニング、室温調整や労作に合わせたオピオイドの使用が行
われていた。【考察】緩和ケア病棟に入院した肺がん併発の間質性肺炎患者にはオピオイド
の導入がスムーズに行われ、効果的な看護ケアが提供されたことでQOLの維持・向上がで
きていた。その理由として緩和ケア病棟が症状緩和を目的とした場所であることが事前に
説明されていること、肺がんの治療を経ていることでオピオイド使用への患者家族の抵抗
感が少ないこと、緩和ケアならではの環境や個々の患者に合わせた看護ケアの提供が実施
できいたことが考えられる。【結語】肺がん併発の間質性肺炎患者には、呼吸困難緩和のた
めに早めのオピオイド使用や非薬物的療法などの緩和ケアがQOL維持に効果的であった。

P1-66-5
胆汁酸トランスポーター阻害薬エロビキシバットの併用が経口ヒドロモル
フォンによる鎮痛効果に与える影響の検討
田中∙晃佑（たなか∙こうすけ）1、深井∙雄太（ふかい∙ゆうた）1、西村∙祐香（にしむら∙ゆか）1、野口∙唯香（のぐち∙ゆいか）1、
高田∙慎也（たかだ∙しんや）1、山岸∙佳代（やまぎし∙かよ）1、松山∙哲晃（まつやま∙てつあき）2、橋下∙浩紀（はしした∙ひろかず）1

1NHO 北海道がんセンター薬剤部、2NHO 北海道がんセンター緩和ケア内科

【目的】エロビキシバット（Elob）は回腸末端部の胆汁酸トランスポーターを阻害して腸肝循
環を抑制する。これにより大腸管腔内の水分分泌が促され、排便が促進する。しかし、腸
肝循環は胆汁中排泄される一部の薬物の体内動態に影響を与える。麻薬性鎮痛薬であるヒ
ドロモルフォン（HM）は腸肝循環される薬剤であるが、この 2 剤の薬物相互作用の検討は
行われていない。そこで本研究では、経口 HM 製剤を投与中の患者に対して Elob が開始
された際の影響について検討を行った。

【方法】当院において 2018 年 6 月から 2023 年 12 月の期間に、ベースとして使用する 
HM の投与量が安定している状態で Elob が上乗せされたがん患者を対象とした。Elob 開
始前後 1 週間のオピオイド使用量、併用している鎮痛薬、投与開始前の臨床検査値につい
て後方視的に調査し、レスキューを含めた総オピオイド使用量の変化を比較した。背景等
の比較を行ったうえで、解析は Wilcoxon の符号付順位和検定を用い、p ＜ 0.05 を有意
とした。なお、すべての統計解析は EZR を用いて行った。

【結果】最終解析対象となった患者は 22 名で、オピオイド使用量が増加したのは 14 名
（63.6%）だった。Elob 開始前後のオピオイド使用量の変化の中央値は 106.55% [75.0 - 
210.0%]（p = 0.056）と増加傾向だった。

【考察】本研究ではオピオイド使用量が増加する傾向は認められたものの、有意な差は見ら
れなかった。個別の症例において使用量が顕著に増大した例もあったため、臨床において
疼痛状況変化の可能性を念頭においた緩和ケア・服薬指導を行う意義があるものと考えら
れる。今回得られた情報を元に今後さらなる検討を行っていきたい。

P1-66-4
緩和ケア患者の外用薬持参に関する調査
加藤∙瑛一（かとう∙ひでかず）

NHO 長良医療センター薬剤部

＜はじめに＞終末期の患者は摂食・栄養状態や運動機能が低下により皮膚の障害を生じや
すい状況にあり、また加齢や鎮静による嚥下機能の低下から内服薬の使用が困難となる場
合もあることから、外用剤が使用されることが少なくない。しかし、緩和ケア領域におけ
る外用剤の使用状況に関する調査は少ない。今回、当院の緩和ケア病棟の持参薬をもとに、
終末期の外用薬の処方について調査を行った。＜方法＞2023年1月～ 5月の間に当院緩和
ケア病棟に緩和ケア目的で入院した30名の患者を対象とし、持参薬報告データを後ろ向き
に調査した。＜結果＞入院時の持参薬数は平均10.63剤（0 ～ 22剤）、うち外用薬剤数は平
均2.3剤（0 ～ 8剤）であった。薬剤師より持参薬として報告された外用薬の95.6%は医師
より継続指示されていた。薬効分類別にみると鎮痛剤が30%、次いで皮膚保湿剤が22%、
ステロイドが16%であった。また剤形別では軟膏クリーム等の塗布剤が51%、テープ等の
貼付剤が24%であった。＜考察＞外用薬に関するポリファーマシーに関する報告は少ない
が、今回多くみられた鎮痛剤では全身性の薬効を示すものもあり、内服薬との関連を含め
必要性の検討が必要と考えられる。また、多くの外用薬を持参されるケースでは、在宅診
療や通院による複数診療科からの処方となっている場合や、家族が薬剤の中止についての
判断を確認できず古いものが残っている場合などがあり、入院前の調剤薬局や医療機関と
の連携が必要と考えられる。

P1-66-3
当院における、非がん患者の呼吸困難に対するモルヒネの使用状況について
多方∙実彩（たかた∙みさ）、八瀬∙恵理子（やせ∙えりこ）、小林∙早苗（こばやし∙さなえ）、阿部∙正樹（あべ∙まさき）、
岸本∙歩（きしもと∙あゆみ）

NHO 近畿中央呼吸器センター薬剤部薬剤科

【目的】近年非がん患者の呼吸困難に対する緩和ケアの必要性が認識されつつある。一方で、
非がん患者の呼吸困難へのモルヒネの使用状況に関する報告はまだ少ない。そこで、当院
における非がん患者の呼吸困難に対するモルヒネの使用状況について調査したため、報告
する。【方法】2023年1月から2024年1月までに、入院期間中に呼吸困難に対しモルヒネ
が開始された非がん患者のうち、投与開始後24時間以内に呼吸困難の評価のあった25名
を対象とした。呼吸困難の評価としてNumerical Rating Scale（以下NRS 10段階で評価）
を用い、電子カルテを用いて、モルヒネの投与量や投与期間、投与後のNRSの変化を後方
視的に調査した。【結果】年齢中央値は74（34-88）歳であった。モルヒネ投与量の中央値は
投与開始時が6（3-12）mg/日、最大投与時は18（3-60）mg/日であった。投与期間の中央
値は3（1-305）日であった。NRSが低下した患者を有効例、NRSが低下しなかった患者を
無効例としたところ、25名のうち有効例は18例、無効例は7例であった。モルヒネの開始
量や最大投与量、投与期間について有効例と無効例で有意差はなかった。投与開始2日以内
に有効例6名、無効例4名が死亡により中止となった。【考察】本調査では、約7割の患者で
モルヒネ開始後にNRSが低下しており非がん患者の呼吸困難への効果が示唆された。無効
例においては予後の短い患者が多く、有効例と比較し投与量の有意差はなかったことから、
予後が数日以内であれば呼吸困難に対するモルヒネの効果は十分でない可能性がある。呼
吸困難におけるモルヒネの導入時期については、病状進行も考慮したうえで、より速やか
な導入も検討する必要があると考えられた。
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P1-67-4
Wilson病を背景とした十二指腸静脈瘤に対して緊急止血術を施行した一例
江川∙拓実（えがわ∙たくみ）、山口∙晃弘（やまぐち∙あきひろ）、菊地∙玲衣（きくち∙れい）、久保∙雄器（くぼ∙ゆうき）、
菅原∙美咲（すがわら∙みさき）、松原∙佑太（まつばら∙ゆうた）、萩原∙裕也（はぎはら∙ゆうや）、倉持∙みずき（くらもち∙みずき）、
細田∙泰雄（ほそだ∙やすお）

NHO 埼玉病院消化器内科

【症例】24歳男性【主訴】黒色便【現病歴】Wilson病で小児医療センターに通院していたが、
14歳の時に自己中断した。X年5月初旬から発熱、関節痛、腹部膨満感を自覚していたが、
解熱薬で様子を見ていた。6月2日から間欠的な背部痛も自覚した。6月7日に黒色便及び
嘔気があり、翌日前医に救急搬送された。肝性脳症の診断で入院となったが、入院後も黒
色便は持続し、6月9日に内視鏡検査が可能な当院に転院搬送された。【経過】入院時の造影
CT検査にて食道静脈瘤、胃静脈瘤、十二指腸静脈瘤が認められたが、明らかな血管外漏出
は認めなかった。Hb7.2と低値であり、赤血球製剤4単位、新鮮凍結血漿4単位を輸血し、
緊急上部消化管内視鏡検査を施行した。十二指腸静脈瘤と白色栓を認め、出血源と考えられ、
ヒストアクリルを局注し止血した。第2病日に再度上部消化管内視鏡検査を施行し、出血部
位が止血されていることを確認し、第3病日より流動食開始とした。その後黒色便なく全
身状態良好であったため、第13病日に退院となった。【結論】肝硬変に伴う門脈圧亢進症で
は、高頻度に食道・胃静脈瘤を合併するが、本例のように異所性静脈瘤を合併することは
約1-5%と稀である。異所性静脈瘤からの出血は診断・治療が困難であり、致死的となるこ
とが多い。本例では画像検査で十二指腸静脈瘤を疑った上で緊急上部消化管内視鏡検査を
施行したことで、早急に出血部位を同定し、薬剤の事前準備も行うことで迅速な止血処置
が可能となった。肝硬変患者の消化管出血を疑った際には、食道・胃静脈瘤破裂だけでなく、
全ての消化管の静脈瘤破裂を想起しておくことで、重篤な状態になる前に緊急対応を行う
ことができる。

P1-67-3
内視鏡的切除を行った胃神経内分泌腫瘍の一例
重村∙玲（しげむら∙れお）1、澤瀬∙寛典（さわせ∙ひろのり）1、中尾∙睦（なかお∙むつみ）1、乘田∙美沙（のりた∙みさ）1、
平井∙哲（ひらい∙さとし）1、藤本∙峻（ふじもと∙しゅん）1、阿比留∙正剛（あびる∙せいごう）1、内橋∙和芳（うちはし∙かずよし）2

1NHO 佐賀病院内科、2NHO 佐賀病院病理診断科

【背景】神経内分泌腫瘍（NET）は膵、消化管、肺等の全身諸臓器に発生する腫瘍である。消
化管NETは本邦では増加傾向であることが報告されているが、未だに希少がんとして位置
付けられている。今回、当院にて胃NETの一例を経験したため報告する。

【症例】73歳男性。20XX年4月に近医より上部消化管内視鏡検査のため当院へ紹介となっ
た。内視鏡検査では、胃体下部大弯に頂部に浅い陥凹を伴う立ち上がりがなだらかな隆起
性病変を認め、病理生検でクロモグラニンAやシナプトフィジンに陽性を示し、Ki陽性率
が約1％であったことから胃NET G1と診断した。背景粘膜に明らかな萎縮を認めず、超
音波内視鏡検査では第2層を主座とする境界明瞭で辺縁整な低エコー腫瘤として描出され、
長径10mm未満であった。造影CT検査ではリンパ節転移や遠隔臓器転移を認めなかった。
血液検査ではガストリンをはじめ各種ホルモン値の異常を認めなかった。以上よりRindi分
類III型の胃NET G1と診断した。本邦のガイドラインでは胃切除+リンパ節郭清が推奨さ
れているが過侵襲と思われ、本人・家族へ十分な説明を行い、内視鏡的治療を先行した。

【考察】本邦のガイドラインでは、Rindi分類上、胃NETはA型胃炎に伴う高ガストリン血
症により生じるI型、MEN1型に伴って発生するII型、散発性のIII型に分類される。胃の神
経内分泌腫瘍の治療方針はRindi分類によって異なり、III型では胃切除術＋リンパ節郭清術
が推奨されている。一方海外の報告では、III型でも20mm未満で粘膜下層にとどまる病変
であれば、初期治療として内視鏡的切除も考慮されている。胃NETの治療法に関して、エ
ビデンスが少なく、更なる症例の蓄積が必要であると考える。

P1-67-2
潰瘍性大腸炎に合併した穿通を伴う胃悪性リンパ腫の1例
八汐∙樹（やしお∙たつき）、小村∙卓也（こむら∙たくや）、酒井∙椋平（さかい∙りょうへい）、古澤∙弘毅（ふるさわ∙ひろき）、
松尾∙俊紀（まつお∙としき）、木村∙真規子（きむら∙まきこ）、朝日向∙良朗（あさひな∙よしろう）、加賀谷∙尚史（かがや∙たかし）

NHO 金沢医療センター消化器内科

炎症性腸疾患では、臨床経過中しばしば、血液悪性腫瘍を合併することが知られ、厚生労
働省班会議を中心とした2014年の報告では、潰瘍性大腸炎（UC）で0.11%、クローン病

（CD）で0.25%との報告がある。当院に通院歴のある炎症性腸疾患患者では、UC 258例
中2例、CD 94例中1例に、悪性リンパ腫を合併していた。今回、潰瘍性大腸炎に合併し
た胃悪性リンパ腫を経験したので、文献的考察も踏まえ報告する。【症例】60代男性【主訴】
発熱、全身倦怠感【現病歴】200X年に便潜血陽性を指摘され当院に来院し、下部消化管内視
鏡検査および病理学的検査にて左側大腸炎型のUCと診断された。活寛解導入期にはステロ
イド治療を施行したが、その後は5-ASA製剤にて寛解を維持していた。200X＋7年に発
熱、全身倦怠感を認め精査目的に入院となった。腹部造影CTでは胃から膵尾部・脾門部ま
で一塊となった壊死性変化の強い約10cm径の腫瘤を認め、後腹膜・腹膜や結腸弯曲部へ
の浸潤および傍大動脈リンパ節の腫大を認めた。また、上部消化管内視鏡検査にて胃に穿
通を伴う潰瘍性病変が確認された。腫瘤より超音波内視鏡下穿刺吸引法にて採取した検体
の病理学的検査にてびまん性大細胞型B細胞リンパ腫（Stage 4）と診断した。R-CHOPに
よる化学療法にて寛解が得られ、UCに関しても寛解を維持している。【考察】炎症性腸疾患
に合併する上皮性腫瘍（大腸がん）は慢性炎症の持続が原因と考えられている。一方、悪性
リンパ腫は、疾患そのものの影響、治療で用いられる免疫抑制治療による影響も考えられる。
本例では、UCの経過で強い免疫抑制治療は行っていないものの、穿通を伴う胃悪性リンパ
腫を合併した比較的稀な症例と考えられた。

P1-67-1
胃原発絨毛癌の一生検例
石井∙文彩（いしい∙あや）1、川地∙紘通（かわじ∙ひろみち）2、真鍋∙悠利（まなべ∙ゆうり）3、井藤∙千里（いとう∙せんり）3、
福田∙有子（ふくだ∙ゆうこ）3

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター病理診断科、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター内科、3NHO 四国こどもとおとなの医療センター放射線科

胃絨毛癌は、胃原発悪性腫瘍の0.08%と稀である。診断の手がかりとしては、1）組織標本
にて合胞体栄養膜細胞や細胞性栄養膜細胞に類似した大型の異型細胞を認め、免疫染色に
おいてHCG陽性となること、2）性腺等の他臓器原発の絨毛癌が除外できること、3）血清
あるいは尿中HCG高値が挙げられる。今回、我々は、胃原発絨毛癌の生検例を経験したの
で文献学的考察を含めて報告する。
症例は80代女性。体重減少およびCA19-9、WBC上昇の精査加療目的で、当院へ紹介となっ
た。既往歴には、高血圧、大腸癌（13年前; tub2＞por1＞muc）がある。
CT検査では、胃壁肥厚、周囲リンパ節腫大、肝転移を認めた。上部消化管内視鏡検査では、
下部食道から噴門部にかけて、2型進行癌を認めた。病変部から複数片の生検を行い、絨毛
癌と腺癌を認めた。血清HCGは209 mIU/mL（正常上限5）と高値で、AFPは基準値内であっ
た。本人の希望で緩和ケアへ移行した。
胃原発絨毛癌は進行が早いため、多くは診断の時点で多臓器転移をきたしており、ほとん
どが6か月以内に死亡するとされる予後不良な疾患である。本例は、初回の生検時に上記1）
～ 3）を満たし胃原発絨毛癌と確定診断が得られたものの、積極的治療は困難であった。
胃原発絨毛癌は、治癒切除例・化学療法著効例では長期生存例の報告もある。生検での診
断の確定および術前の血清・尿中HCG測定は、予後予測や治療方針の決定に役立つが、術
前の生検で確定診断されるのは6.3%と少ない。内視鏡的に明らかな癌であっても複数片
生検すること、組織学的に腺癌を認めても絨毛癌が併存している可能性を考慮することが、
胃原発絨毛癌の生検診断率の向上に有用と考えられた。
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P1-68-2
血液悪性腫瘍の治療中にCOVID-19を発症した症例の検討
北∙俊之（きた∙としゆき）1、新屋∙智之（あらや∙ともゆき）1、高戸∙葉月（たかと∙はづき）1、原∙椋（はら∙りょう）1、
安達∙美桜（あだち∙みお）1、大畑∙欣也（おおはた∙きんや）2

1NHO 金沢医療センター呼吸器内科、2NHO 金沢医療センター血液内科

背景：悪性腫瘍治療や免疫抑制療法は、COVID-19の重症化リスク因子と報告されている。
目的：血液悪性腫瘍の治療中、COVID-19を発症した患者の臨床像を検討した。対象と方法：
2020年4月～ 2024年2月までに当院に入院したCOVID-19患者1617名のうち、血液悪
性腫瘍に罹患していた患者32名（男性22名、女性10名、平均年齢77.5歳）を対象とした。
重症化群21名（中等症II以上、2か月以内に再入院、死亡）とそれ以外の非重症化群11名
に分類し、基礎疾患などの背景因子、ワクチン接種歴、チキサゲビマブ/シルガビマブ投与
歴、臨床検査値、CT所見を比較検討した。結果：悪性リンパ腫27名、急性骨髄性白血病2名、
慢性リンパ性白血病1名、その他2名であった。重症化と相関する因子は、間質性肺炎の存
在、SP-D高値、SP-A高値、重症化リスクの存在（B細胞枯渇療法、化学療法中、造血幹細
胞移植後）であった。多変量解析を行ったところ、重症化リスクの存在が有意な指標となっ
た。結語：血液悪性腫瘍患者がCOVID-19を発症した場合、B細胞枯渇療法、化学療法中、
造血幹細胞移植後状態は、重症化に関与することが示唆された。

P1-68-1
呼吸不全に対しステロイドパルスを行った粟粒結核の一例
久留∙仁（くる∙ひとし）、森田∙大智（もりた∙だいち）、岩中∙宗一（いわなか∙そういち）、坂倉∙康正（さかくら∙やすまさ）、
西村∙正（にしむら∙ただし）、内藤∙雅大（ないとう∙まさひろ）、井端∙英憲（いばた∙ひでのり）

NHO 三重中央医療センター呼吸器内科

【症例】28歳男性、ミャンマー出生者。一週間前からの発熱、咳嗽を主訴に総合病院を受診
した。ウイルス感染が疑われ、対症療法が行われたが改善せず、CTで肺に広範な粟粒影を
みとめ、入院となった。酸素化低下を認め、結核疑いで当院転院となった。入院後に酸素
化の急激な低下を認め、抗結核薬、抗菌薬を開始した。酸素化低下高度であり、ハイフロー
管理となったため、ステロイドパルスを開始した。ステロイドパルス開始後、呼吸状態は
改善を認めた。その後喀痰・尿培養で結核陽性となり、粟粒結核と確定診断した。抗結核
薬を継続し、外来治療に移行した。

【考察】結核性髄膜炎、リンパ節結核ではステロイド投与の有効性が示されている。既報に
もあるとおり、粟粒結核による呼吸不全に対し、ステロイド投与が有効な可能性が考えら
れる。

P1-67-6
超音波内視鏡（EUS）中の十二指腸穿孔に対してOTSC（Over The Scope 
Clip）を用いた穿孔部の閉鎖に成功した一例
竹下∙卓（たけした∙すぐる）1,2、山口∙太輔（やまぐち∙だいすけ）3、野下∙祥太郎（のげ∙しょうたろう）4、
田崎∙陽（たさき∙ひなた）4、鶴岡∙ななえ（つるおか∙ななえ）3、下田∙良（しもだ∙りょう）3、叶∙晶嘉（かのう∙あきよし）2、
権藤∙佳澄（ごんどう∙かすみ）2、大山∙格（おおやま∙ただし）2、朝長∙道人（ともなが∙みちと）2、行元∙崇浩（ゆきもと∙たかひろ）2、
田中∙雄一郎（たなか∙ゆういちろう）2、日野∙直之（ひの∙なおゆき）2、有尾∙啓介（ありお∙けいすけ）2、綱田∙誠司（つなだ∙せいじ）2

1NHO 嬉野医療センター教育研修部、2NHO 嬉野医療センター消化器内科、 
3佐賀大学医学部附属病院消化器内科、4佐賀大学医学部附属病院肝臓・糖尿病・内分泌内科

【緒言】OTSC（Over The Scope Clip）は内視鏡の先端に装着するクリップ式の全層性縫合
器である。今回、EUS中に十二指腸穿孔が生じOTSCを用いて穿孔部の閉鎖に成功した1
例を経験したため報告する。【症例】86歳女性。X日に膵頭部の嚢胞性病変の精査目的に超
音波内視鏡（EUS）を施行している際、上十二指腸角にて穿通・穿孔が生じた。上部消化管
内視鏡で十二指腸を観察したところ十二指腸角部に穿孔を認めた。穿孔直後であったこと
や86歳と高齢であることから開腹手術は可能であれば回避すべきと判断しOTSCを用いて
閉創を試みた。OTSCでのクリッピング後、内視鏡下に消化管造影検査を行い造影剤の消
化管外への漏出がないことを確認した。OTSC後の単純CTでは肝周囲を主体に腹腔内free 
airが散在していたが造影剤の消化管外への漏出は認めなかったため穿孔部は内視鏡的に閉
鎖できていると判断した。胃管を留置しX+2日目までは絶飲食、補液、抗菌薬投与で保存
的に加療を行った。X+3日目に撮影した単純CTでは腹腔内のfree airは減少し膿瘍形成も
認めなかった。内視鏡下に消化管造影検査を行い消化管外へ造影剤の漏出がないことを再
度確認し、胃管抜去、飲水、内服を開始した。その後食上げを行ったが発熱や腹部症状な
く経過しX+14日目に退院となった。退院後の経過も良好である。【考察】OTSCを用いる
ことでこれまでは治療が困難であった消化管の難治性出血、穿孔、瘻孔、術後縫合不全に
対して外科手術よりも侵襲度の低いアプローチで全層性縫合することが可能である。自験
例は患者が高齢であることや消化管穿孔直後であったことからOTSCのよい適応例であっ
たと考えられたため、若干の文献的考察を加えて発表する。

P1-67-5
アルコール依存症に合併したCronkhite-canada症候群の1例
楠本∙眞巳（くすもと∙まみ）、行元∙崇浩（ゆきもと∙たかひろ）、叶∙晶嘉（かのう∙あきよし）、権藤∙佳澄（ごんどう∙かすみ）、
朝長∙道人（ともなが∙みちと）、大山∙格（おおやま∙ただし）、田中∙雄一郎（たなか∙ゆういちろう）、日野∙直之（ひの∙なおゆき）、
有尾∙啓介（ありお∙けいすけ）、綱田∙誠司（つなだ∙せいじ）

NHO 嬉野医療センター消化器内科

【症例】65歳男性. 【主訴】食欲不振, 下痢. 【現病歴】X-14年H.pylori除菌後の患者. 以前か
ら胃の小ポリープ指摘あり. アルコール依存で通院歴あり. X-4年飲酒後に吐血を認めたが
胃ポリープからの出血が原因であった.P-CAB投与で軽快されるもポリープ増大するため
P-CABは一旦中止となっていた. その後は鉄欠乏性貧血, 低アルブミン血症などあり定期
フォローとしていた. X-1年に大量飲酒が原因と思われるGERD gradeDがありP-CAB再開
となっていた. その後も禁酒ができず飲酒が原因で複数回救急外来受診をしていた.X年Y-2
月頃より心窩部痛や嘔気がありたびたび予定外受診を繰り返していた. 禁酒するも症状改善
せず, 食事摂取はほとんどできない状態であった. Z日精査のためEGD施行すると多発ポ
リープの増悪を認めていた. 十分な食事摂取も困難なため精査・加療目的に同日入院となっ
た. 【入院時所見】BT:37.8℃ , PR:87/min, BP:95/58mmHg, 頭部:脱毛あり, 顔面:下唇に
色素沈着あり, 四肢:両手匙状爪あり, 爪甲萎縮あり. Alb 1.8g/dL. 【入院後経過】胃のポリ
ポーシス, 慢性下痢, 脱毛・爪甲萎縮・皮膚色素沈着といった特徴的皮膚症状, 低Alb血症
からCronkhite-canada症候群と診断した. 入院6日目にPSL30mgから投与開始したとこ
ろ入院12日目には下痢の改善がみられ食事摂取も良好となった。経過良好なため13日目
に自宅退院に至った. 【考察】アルコール依存による諸症状として考えられてきたが, 身体所
見を取り直すことでCronkhite-canada症候群の診断に至った. 希少疾患であり若干の文献
的考察を加えて報告する.
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P1-68-6
サラゾスルファピリジンの内服開始 5 週間後に発熱と全身性紅斑を呈した
薬剤性過敏症症候群の一例
野口∙美貴（のぐち∙みき）、則松∙希遊（のりまつ∙きゆう）、西畑∙伸哉（にしはた∙しんや）、庄村∙史子（しょうむら∙ふみこ）、
荒武∙弘一朗（あらたけ∙こういちろう）

NHO 嬉野医療センターリウマチ内科

【症例】85歳男性【主訴】発熱、左腰痛【現病歴】関節リウマチ（RA）に対して、プレドニゾロ
ン（PSL）1 mg/日、イグラチモド50 mg/日で加療中。X年3月、RAの増悪に対してサラ
ゾスルファピリジン（SASP）500 mg/日を追加した。3週間後、口唇潰瘍、全身倦怠感、
食思不振が出現し、近医皮膚科を受診し血小板4万 /μLと低値を認めた。薬剤性血小板減
少症の疑いでSASPが中止となり、血小板数は改善したが、その8日後に40℃の発熱、左
腰背部痛が出現し当院に救急搬送された。採血で肝胆道系逸脱酵素上昇、腹部CTで両腎周
囲の脂肪織濃度上昇を認め、胆管炎、腎盂腎炎の疑いで当院消化器内科に入院した。複数
の抗菌薬で加療されたが反応に乏しく、第2病日に顔面と体幹に紅斑、下腿に紫斑が出現し、
全身に拡大した。経過から感染症は否定的であり、第4病日に精査加療目的で当科に転科し
た。【経過】感染症、悪性腫瘍、膠原病、血栓性微小血管症を鑑別に精査したが、有意な所
見は認めなかった。SASP投与後5週間での発症及び中止後2週間以上遷延する38℃の発熱
と紅斑、肝機能障害、白血球数13,010 /μL及び好酸球数2,888 /μLの増加、門脈周囲の
リンパ節腫脹、EBVの再活性化から、薬剤性過敏症症候群（DIHS）と診断した。3日間メチ
ルプレドニゾロン125 mg点滴、その後PSL 50 mg/日内服で倦怠感、皮疹の改善、好酸
球数275 /μLと正常化を認めた。以降、PSLを漸減し肝障害も改善傾向となり、症状再燃
なく経過した。【結語】SASPを被疑薬としたDIHSの一例を経験した。原因不明の発熱、皮
疹を認めた場合DIHSも想起すべき疾患の一つである。既往歴や薬歴が診断に重要であり、
日常診療では常に詳細な問診を心がけるべきである。

P1-68-5
顕微鏡的多発血管炎に対するリツキシマブ投与後にCOVID-19肺炎発症
および、SARS-CoV2再活性化による肺炎再燃を呈した1例
秋山∙優弥（あきやま∙ゆうや）1、山下∙裕之（やました∙ひろゆき）1、青木∙裕之（あおき∙ひろゆき）1、
三澤∙佑太郎（みさわ∙ゆうたろう）1、原田∙拓弥（はらだ∙たくや）1、高崎∙仁（たかさき∙じん）2、泉∙信有（いずみ∙しんゆう）2、
金子∙礼志（かねこ∙ひろし）1

1国立国際医療研究センター病院膠原病科、2国立国際医療研究センター病院呼吸器内科

【症例】77歳男性【主訴】発熱【現病歴】X-6年に顕微鏡的多発血管炎（MPA）と診断され、プ
レドニゾロン（PSL）、アザチオプリン、リツキシマブ（RTX）による治療を経て、X年2月か
らはPSL 7 mg/日とRTX（最終投与は2月6日）による維持療法で再燃なく経過していた。
同年3月22日より発熱、咳嗽が出現し、3月25日に当科を受診した。酸素需要はなかっ
たが、胸部CTで両肺に新規のびまん性すりガラス陰影がみられ、SARS-CoV-2 PCR検査
陽性とあわせ、COVID-19中等症1の診断で同日入院とした。【経過】入院日よりレムデシ
ビル（RDV）、デキサメタゾンの投与を開始したが酸素需要が出現・増加し、第5病日に再
度撮影した胸部CTでは肺炎像の悪化を認め、同日よりステロイドパルス療法を開始した。
PSLによる後療法に加え第10病日にバリシチニブを追加すると、第13病日に酸素需要は消
失した。しかし第23病日に咳嗽、喀痰が再燃し、胸部CTで肺炎像の増悪がみられた。免
疫介在性の肺炎とウイルス再増殖による肺炎の鑑別目的にSARS-CoV-2 PCR検査を再検し
たところ、Cq値は低値でありウイルス再増殖による再燃と判断した。血清IgG低下に対し
免疫グロブリン補充を行い、再度RDV投与を開始しPSL漸減を行った。次第にCq値は上
昇し、症状、酸素需要、画像所見も改善、第58病日に退院とした。【考察】治療完遂後2週
間で再燃したCOVID-19の症例を経験した。PSL長期投与、RTX維持療法といった高度の
免疫抑制療法施行時には、COVD-19治療完遂後もウイルス再増殖による再燃に注意する
必要がある。

P1-68-4
COVID-19罹患を契機に診断したGood症候群の一例
中川∙歩美（なかがわ∙あゆみ）、安部∙友範（あべ∙とものり）

NHO 佐賀病院内科

【はじめに】Good 症候群は胸腺腫に低ガンマグロブリン血症などの免疫不全を伴う稀な疾
患である。胸腺腫摘出7年後に、COVID-19罹患を契機にGood症候群と診断した症例を
経験したため報告する。【症例】60代、女性【主訴】発熱、呼吸苦【現病歴】2016年に前縦
隔腫瘍に対して摘出術を施行された（術後診断；胸腺腫typeAB、正岡病期I期）。免疫不全
の指摘や感染症の合併なく、術後5年でフォロー終了となっていた。2023年9月上旬に
COVID-19に罹患し、対症療法のみで経過観察となっていた。同月下旬に38度以上の発熱
あり、COVID-19治癒後の他のウイルス感染も考慮され、漢方薬が処方されていた。10月
上旬に、症状改善なく、胸部X線にて右下肺浸潤影を認めたため、精査・加療目的に当院に
紹介となった。【経過】CTでは両肺多発すりガラス陰影を認め、COVID-19肺炎に矛盾しな
い所見であったが、来院時の新型コロナウイルス抗原検査は陰性であった。血液検査で低
ガンマグロブリン血症を認めたため、Good 症候群と診断し、免疫不全に伴うCOVID-19
遷延と判断した。治療はレムデシビル、免疫グロブリン製剤を投与し、細菌性肺炎合併も
考慮し、セフトリアキソンも併用した。その後、全身状態は改善し、6日後に退院した。
Good症候群に関しては、IgGが400mg/dl未満で免疫グロブリン製剤を補充する方針と
なり、現在も外来通院中である。【考察】胸腺腫の既往がある症例に対しては、Good症候
群の合併も念頭に置いて、感染症の遷延や、感染症を繰り返す症例では免疫グロブリン測
定などの免疫状態を把握することが重要である。

P1-68-3
リツキシマブ投与後にCOVID-19の再燃を繰り返した全身性エリテマ
トーデスの一例
大石橋∙龍（おおいしばし∙りょう）、本田∙主税（ほんだ∙ちから）、渡辺∙武俊（わたなべ∙たけとし）、関口∙章子（せきぐち∙あきこ）、
井畑∙淳（いはた∙あつし）

NHO 横浜医療センター膠原病・リウマチ内科

【はじめに】新型コロナウイルス感染症（以下,COVID-19）は通常は感染後数日から2週間
程度で体内から排出されることが知られている.しかし,免疫抑制状態にある患者の体内で
はウイルスを排除しきれず,数か月にわたって持続感染が引き起こされることが経験され
る.入院中に複数回COVID-19によると考えられた肺炎を呈した症例を経験したため文献
的考察を加えて報告する.【症例】79歳女性【主訴】発熱,低酸素血症【経過】全身性エリテマ
トーデスに合併する難治性自己免疫性溶血性貧血にリツキシマブの投与が必要であった患
者.X年2月,COVID-19と診断されたが外来で経過観察にて改善.同月腹痛を主訴に救急
搬送.絞扼性イレウスの診断で腹腔鏡下イレウス解除術を施行.入院時の単純CTで右上下
葉にすりガラス影を認め,誤嚥性肺炎として抗菌加療を施行されるも改善せず.発熱,酸素
化の低下を認めた.抗原検査,PCR検査を施行され陽性であったが当初は既感染と考えられ
た.COVID-19後の器質化肺炎としてグルココルチコイドを投与するも改善せず.酸素化が
更に悪化し再度行った抗原定量検査で検査値の上昇を認めたためCOVID-19の再燃と考
え.レムデシビル（RDV）の投与を行った.治療開始後,症状は改善するも抗原定量検査は陰
転化しなかった.一旦病状が落ち着いたにも関わらず第71病日急激な酸素化の低下,胸部
Xpで両肺すりガラス影の増強を認めた.抗菌加療行うも改善がみられず,抗原検査で検査値
の陽性が持続していたため,COVID-19の再燃としてRDV+デキサメタゾンを開始した.低
IgG血症を伴っていたため免疫グロブリン大量療法を追加した.10日間の抗ウイルス薬によ
る治療後.酸素化・すりガラス影の改善,抗原陰転化を認めた.
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P1-69-4
当院A病棟看護師を対象とした口腔ケアジェル（N.act）の使用感について
のアンケート調査
北山∙まなみ（きたやま∙まなみ）、高橋∙美夏（たかはし∙みか）、近藤∙英司（こんどう∙えいじ）、白石∙剛士（しらいし∙たけし）

NHO 函館病院歯科口腔外科

【緒言】近年、高齢の入院患者が増加している。これらにはADLが低下し、自身で口腔管理
ができない患者も含まれる。このような患者には病棟看護師による口腔ケアが必要である
が、痂皮の除去等に時間を要するため、看護業務の負担となることがある。近年「MA-T」
を用いた口腔ケア用品が開発され、優れた除菌作用と、短時間で口腔内の汚染物を除去で
きることが報告がされている。我々はMA-T含有口腔ケアジェル（以下N.act）を用いた歯
科衛生士による口腔ケアに関する調査を行い、従来よりもN.actが口腔ケア時間を短縮させ
る可能性があることを報告した。今回我々は病棟看護師に対し、N.actの使用感についての
アンケート調査を行ったので報告する。【対象・方法】当院A病棟看護師17人を対象とした。
方法は、N.actを口腔ケア時に使用してもらい、その使用感についてのアンケートを行った。
アンケート内容は、Q1．一般的なジェルと比較し汚れは取れやすいか　Q2．口臭は減っ
たか　Q3．ケア時間の短縮　Q4．今後も使用したいか等である。【結果】回答率は100％
であった。Q1では、汚れが取れやすい・やや取れやすいと回答したのが82％であった。
Q2で口臭が軽減したと感じたのが41％、Q3では35％で口腔ケア時間が短縮したと回答
があった。Q4で今後も使用したいと回答したのは100％であった。【考察】アンケート結果
よりN.actの使用感は概ね良好であった。しかし、口腔ケア時間が短縮したと回答したのは
35％であり、N.actを使用することが看護業務の軽減に寄与するか不明であった。N.actを
正しく使用できていない可能性もあるため、今後も病棟勉強会などを通じて、患者の口腔
清掃状態の改善に貢献していきたい。

P1-69-3
口腔ケアのスキルアップへ繋がる歯科衛生士としての取り組み―口腔ケア
ラウンド・看護部研修を通しての看護師との協働―
松岡∙祐佳子（まつおか∙ゆかこ）、蛭田∙美香子（ひるた∙みかこ）、久保∙浩太郎（くぼ∙こうたろう）、
長谷川∙大悟（はせがわ∙だいご）、松井∙香奈（まつい∙かな）、五十嵐∙朱音（いがらし∙あかね）、西田∙大朗（にしだ∙たろう）、
浅子∙久美子（あさこ∙くみこ）、前田∙有紀（まえだ∙ゆき）、島田∙美季（しまだ∙みき）、菊野∙直子（きくの∙なおこ）、
清水∙希（しみず∙のぞみ）、長山∙佳之（ながやま∙よしゆき）、萬∙篤憲（よろず∙あつのり）、須河∙恭敬（すかわ∙やすたか）、
別所∙央城（べっしょ∙ひろき）

NHO 東京医療センター歯科口腔外科

【はじめに】当院では2021年より口腔ケアチームを発足させ活動を続けている。入院患者
の口腔健康管理は、治療の継続・回復力向上・QOL向上だけでなく、誤嚥性肺炎などの
予防により在院日数減少へ繋がる。これは、歯科衛生士の重要な役割であるが、全てに介
入することは困難であるため、最前線で口腔ケアを行う看護師のスキル向上を助けるため
に取り組んできた活動を報告する。【取り組み内容】病棟の全看護師を対象に口腔ケアに関
するアンケート調査を行い、回答内容を参考に、口腔ケアラウンドでの看護師指導、看護
部の研修で講師を行った。ラウンドでは、担当看護師に直接、患者の口腔ケアポイントを
教示し、その内容をカルテにメッセージとして残すことで担当看護師間での共有ができる
ようにした。看護部研修では、基本的な口腔ケア方法に加えて、口腔アセスメント時にど
の様に口腔内観察すれば良いのかを説明し、評価によっては歯科依頼してもらうことを目
標とした。【結果】病棟から口腔ケアチームへの依頼件数は、2021年度91件、2022年度
138件、2023年度120件であった。口腔ケアのスキルは看護師の経験年数や関心の度合
いによって差はあるものの、ラウンド時の口腔内評価は介入前より改善傾向にある。【考察】
カンファレンス等でのやり取りを通じ、多職種連携を図ることで、歯科衛生士の業務が周
知されるようになった。口腔ケアに困ったとき、看護師から歯科衛生士へ直接相談しても
らえるようになり、口腔ケアラウンドや研修を通して協働することができたと考える。【ま
とめ】今後は更に口腔ケアのステップアップを目指すとともに、看護師を含む多職種の口腔
健康管理の意識向上へと繋げていきたい。

P1-69-2
当院における小児心疾患患者の周術期等口腔機能管理の実態調査
土田∙佳代（つちだ∙かよ）1、岩崎∙昭憲（いわさき∙あきのり）1、中川∙茉奈美（なかがわ∙まなみ）1、大西∙達也（おおにし∙たつや）2

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター歯科口腔外科、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター小児循環器内科

【緒言】小児心疾患患者は，菌血症対策として口腔清掃状態を良好に保つことが重要とされ，
周術期に口腔ケアを行うことは極めて有用であると言われている．当科における周術期等
口腔機能管理（以下周管）の実態を調査したので報告する．【対象と方法】2023年6月～
2024年3月までに，小児循環器科から術前に周管目的で当科に紹介された44名を対象に，
病名，細菌数（細菌カウンタで測定），う蝕罹患やかかりつけ歯科の有無などについて，カ
ルテから後方視的に調査した．【結果】年齢は2 ～ 27歳（中央値11歳，成人先天性心疾患5
名），主病名は心房・心室中隔欠損，動脈管開存症，ファロー四徴症，川崎病性冠動脈瘤な
どで，肺高血圧症や心不全を伴い，15名は知的能力障害があった．細菌数は中央値5（やや
多い），う蝕罹患者は11名（多数歯う蝕4名），かかりつけ歯科受診者は22名で，そのうち
7名はう蝕に罹患し，うち6名はチアノーゼ性心疾患である．18名はう蝕はないがかかり
つけ歯科もなく，専門的管理が不十分な状況である．【考察】低年齢児や知的能力障害の場合，

「泣かさない」歯科治療に難渋することが多く，定期管理はされているが，う蝕治療はでき
ていない状態が推測される．また，う蝕はないがかかりつけ歯科がない人の，歯周炎やう
蝕など歯科疾患予防のための定期管理は必須と考えられる．今後の課題は，より詳細な口
腔ケア習慣の情報収集を行い，歯科衛生士による効果的なバイオフィルム除去や本人の口
腔ケア技術の獲得，歯科受診適応力の向上に向けた，歯牙萌出早期からの積極的な医科歯
科連携を行うための方策を検討することである．

P1-69-1
当院における麻酔管理下歯科治療 ―歯科衛生士の役割―
中川∙茉奈美（なかがわ∙まなみ）1、土田∙佳代（つちだ∙かよ）1、多田∙文彦（ただ∙ふみひこ）2、岩崎∙昭憲（いわさき∙あきのり）1

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター歯科口腔外科、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター麻酔科

【緒言】歯科衛生士による周術期管理は術後の感染症や合併症予防，患者のQOLの向上など
を目的に行われている．当院では2020年度から麻酔管理下歯科治療を開始し，全例で歯科
衛生士が周術期管理に関与している．麻酔管理下歯科治療における歯科衛生士が実施した
内容を調査したので報告する．【対象と方法】過去4年間に当院歯科口腔外科で麻酔管理下
の歯科治療を施行した182症例（男性110例，女性72例，年齢22.8±17.0，2 ～ 81歳）
について麻酔方法，術前，術中，術後に歯科衛生士が実施した内容，術後合併症について
個人情報に配慮し匿名化された情報を用いて調査した．【結果】麻酔方法は静脈内鎮静法16
例，全身麻酔166例であった．静脈内鎮静法では，全例で術中介助を行った．全身麻酔で
は，術前にスケーリングや機械的歯面清掃を含む口腔ケア，術後に口腔ケアや口腔衛生指
導を行った．術前に体動や拒否が強く口腔清掃が十分に実施できなかった患者に対しては，
術中にも口腔ケアを行った．術後合併症は疼痛，腫脹，咽頭部違和感の順に多かった．【考
察】術前から歯科衛生士が関わることにより患者の安心・信頼感を得ることができたことや
他職種の医療従事者に対し情報伝達することができる等，麻酔管理下歯科治療の周術期管
理における歯科衛生士の役割は重要であると考えられた．また，術後に起こりうる事象を
理解し，患者の不安軽減につながるように積極的に支援する必要がある．今後さらに麻酔
管理下歯科治療など全身管理が必要な医療を安全に提供できる知識と技術を習得する必要
があると考えられた．
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P1-70-2
アクションカードを活用した災害訓練を実施して
宮川∙奈美（みやがわ∙なみ）、光永∙さやか（みつなが∙さやか）、中村∙智（なかむら∙とも）、河野∙希実代（かわの∙きみよ）、
藤井∙祥代（ふじい∙さちよ）、内海∙惠子（うちうみ∙けいこ）、岡田∙愛（おかだ∙あい）

NHO 関門医療センター透析科

【目的】
アクションカードを活用した災害訓練の効果を検証する

【方法】
1．期間 令和5年4月～令和5年11月
2．対象 透析センター看護師8名
3．方法 
1）災害訓練時に使用するアクションカードを用いて災害訓練実施 
2）災害訓練後、アクションカードの課題抽出、改訂
3）改訂したアクションカードを用いて2回目の災害訓練実施
4）災害訓練前後にアンケートを実施

【倫理的配慮】
A病院倫理審査委員会で承認後、対象者に説明し同意を得た

【結果】
災害訓練のアンケートでは「院内マニュアルがあることを知っている」7人「マニュアルを見
たことがある」1人「災害時の役割行動がわかる」0人であった。アクションカードを用いた
災害訓練後「長文で記載されており、行動がわかりにくい」という意見があった。各役割や
行動を具体的、明確な短文へ改訂した。その他に、透析の離脱方法、リーダーの役割、避
難方法など具体的な流れを組み込んだ勉強会の開催や、改訂したアクションカードを用い
て再度災害訓練を行った。災害訓練後のアンケートでは、全員が透析患者を安全に避難さ
せる行動がわかると回答した。

【考察】　
勉強会の開催やアクションカードを用いた災害訓練は、看護師が日頃から危機的状況を想
定し、透析患者を安全に避難させるための行動の理解、意識向上に繋がったと考える。

【結論】
アクションカードを用いた災害訓練は効果があった

P1-70-1
災害対応力の向上に対する取り組みについて
青木∙花叡（あおき∙かえ）、宇都宮∙真弓（うつのみや∙まゆみ）、藤田∙愛（ふじた∙あい）、吉川∙啓子（よしかわ∙けいこ）

NHO 大阪刀根山医療センター神経内科

【はじめに】患者の安全を守れるように災害に備えることは看護師として義務である。しか
し、当病棟のアクションカードは見づらく活用性が低かった。そのためアクションカード
の改訂や訓練を実施する必要があった。また病棟スタッフの災害対応に関する知識に個人
差がみられ、災害対応力の向上を図る取り組みを行ったため報告する。【目的】アクション
カードを活用し病棟スタッフ全員が災害時の初期対応ができる。【方法】災害時対応の知識
を調査し、点数の低い項目や質問欄の記載内容を中心に勉強会を行った。地震発生直後を
想定したアクションカードを改訂し災害訓練を実施した。【結果】知識調査の点数の低い項
目を中心に勉強会を行ったことで、平均点が14点上昇した。看護師個人の経験に左右され
ない見やすいアクションカードに改訂し訓練を実施した結果、訓練参加者はアクションカー
ド通り行動を行えていた。訓練後振り返りを行い、その意見をもとにさらにアクションカー
ドを改訂し、2回目の災害訓練を実施した。前回の訓練より初期対応が1分30秒短縮した。

【まとめ】勉強会を実施することで理解度が深まり、病棟全体で災害時対応に対する知識を
向上することができた。アクションカードを改訂し見やすくしたことで看護師がアクショ
ンカード通りに動け、さらにブラッシュアップ訓練により初期対応における時間の短縮に
繋がった。災害は予期できないため、いつでも誰でも動くことのできる心構えと対応力が
必要である。そのためには常に個人個人が災害に対する知識の拡充や訓練を繰り返すこと
が災害対応力向上に繋がると分かった。

P1-69-6
救急外来を受診し入院することになった誤嚥性肺炎患者の口腔内環境につ
いて
中川∙綾華（なかがわ∙あやか）1、吉川∙博政（よしかわ∙ひろまさ）1、赤瀬∙稜（あかせ∙りょう）1、福泉∙公仁隆（ふくいずみ∙くにたか）2、
春田∙典子（はるた∙のりこ）3、園田∙悠斗（そのだ∙ゆうと）3、松尾∙恵（まつお∙めぐみ）4、安達∙美香（あだち∙みか）4、
古賀∙翔（こが∙しょう）4

1NHO 九州医療センター歯科口腔外科、2NHO 九州医療センター消化器内科、 
3NHO 九州医療センター栄養管理室、4NHO 九州医療センターリハビリテーション部

R6年診療報酬改定では急性期におけるリハビリ、栄養管理、口腔連携体制加算が新設され、
早期からの離床、経口摂取が図られるよう多職種との連携強化が明記された。経口摂取に
関しては、口腔内評価、それに関連した摂食嚥下機能評価が重要である。そこで、2024年
1月～ 5月の間に救急外来へ搬送され誤嚥性肺炎と診断を受け、入院加療となった8名に対
して栄養サポートチーム（NST）、STと連携を図り、歯科衛生士による入院時の口腔内評価、
専門的口腔ケアを行い、食事摂取状況や摂食嚥下機能評価に基づいた食種の選択や栄養管
理を行ったので報告する。対象は男性5名、女性3名の計8名であり、年齢は73歳～ 98歳、
平均84.6歳であった。入院時のBMIは平均16.795であり“やせ”を示していた。入院時の
口腔アセスメントガイド（OAG）の評価はスコア10 ～ 17で平均13.3であり中等度～重度
の機能障害を示していた。歯科衛生士は専門的口腔ケアを2、3日に1回の頻度で外来及び
訪室にて対応し、口腔ケアが自立している場合には口腔清掃指導を行い、介助を必要とす
る場合には看護師に口腔ケア介入内容を共有し指導を行った。栄養管理についてはNSTに
介入依頼を行い、STの評価に加え、嚥下内視鏡を用いた摂食嚥下状態を評価後、食種の選
択を行った。平均入院期間は11.4日であった。誤嚥性肺炎患者に対して、経口摂取時の口
腔内評価は重要である。当院では、OAGは電子カルテ内に組み込まれている。今回は歯科
衛生士がOAGによる口腔内評価を行ったが、今後は看護師等が評価を行い、多職種と口腔
内状況を共有することで口腔へのアプローチの効率化を図ることができると考える。

P1-69-5
口腔清掃不良患者に対する口腔ケア用シートの使用経験
吉岡∙真未（よしおか∙まみ）、鈴木∙未奈（すずき∙みな）、三室∙真寿美（みむろ∙ますみ）、鈴木∙由香（すずき∙ゆか）、
須賀∙賢一郎（すが∙けんいちろう）

NHO 栃木医療センター歯科口腔外科

【目的】
非経口摂取患者や自己体動不能患者は、口腔乾燥のため口腔清掃状態がきわめて悪く、歯
面清掃や口腔剥離上皮膜などの除去に際しては、慎重かつ丁寧な口腔ケアが必要である。
一方、口腔ケアにかかる処置時間が長くなると、患者への身体的負担が増加するだけでは
なく、術者も姿勢保持や清掃操作にかかる時間も増加し負担となる。
今回、私たちは患者と術者の身体的負担を軽減させるために、口腔ケア用シートを用いて
口腔ケアを行ったところ、処置に要する時間の短縮ならびに効果的な口腔清掃が行えたの
で、その概要を報告する。

【対象・方法】
非経口摂取患者ならびに自己体動不能・口腔清掃不良患者。
1.口腔ケア前に歯垢付着部位の確認の為染め出し液で染色された部位の撮影、PCR（プラー
クコントロールレコード）算出を行う
2.口腔ケア用シート1枚で3分間口腔ケアを行う
3.除去率確認の為に撮影、PCR算出を再度行う
2週間に分けて実施し次週は3の手技を歯ブラシおよびスポンジブラシで3分間口腔ケアを
行い手技や評価にバラつきが生じないよう術者1名で実施することとした。

【結果・考察】
非経口摂取患者や自己体動不能患者および口腔清掃不良患者の口腔ケアに対して、口腔ケ
ア用シートの活用は臼歯部の歯頚部や隣接面など細かい部位に届きにくいものの、歯ブラ
シとスポンジブラシでは困難であった広範囲の歯垢除去を3分要さず短時間で効率良く行
えた。また、その良好な操作性から、開口保持困難な患者、口腔ケアの時間短縮がより求
められる患者に対しても、口腔ケア用シートを適用することは可能ではないかと考えられ
た。



438

P1-70-6
災害時の手術室における情報の可視化に向けた取り組み
加地∙葵（かぢ∙あおい）、長谷部∙ゆり（はせべ∙ゆり）

NHO 埼玉病院看護部手術室

【背景】A病院は災害拠点病院であり、災害時の傷病者を受け入れ、速やかに緊急手術対応
ができる体制を維持することが求められる。実施している災害対策はアクションカード訓
練と災害Q&Aを定期的に行っている。しかし、手術室内で発生している被災状況がメンバー
全員に行き届かず混乱や次の行動に移せないといった問題が生じる可能性が考えられた。
そこで情報の可視化ができるツールが必要と考えた。

【目的】災害時の被災状況を可視化させ、メンバー間での情報共有が瞬時にでき手術室環境
を有効活用できる。

【活動内容】アクションカード訓練は、指示された個々の果たすべき役割を円滑に行動でき
るツールであるが、そこで得た情報をメンバーが把握できず、リーダー看護師のみ把握し
ている状況であった。各部屋・手術室内の被災・進行状況や、院内の被災状況が一目でど
のスタッフにも把握できるようなツールとして、災害用ホワイトボードを作成した。作成
後はシミュレーションを繰り返し、その際に挙げられた課題を修正していった。

【結果】このホワイトボードの活用により、リーダー看護師だけでなく、全ての看護師が他
の部屋の状況を把握できるようになった。また、看護師に限らず麻酔科医等他職種も手術
室内の状況を短時間かつ容易に把握できた。そのため緊急手術や受け入れ等、次の行動に
移りやすくなった。

【まとめ】平常時からどのような場においても有事に備えたアクションを発揮する必要があ
る。そのためこのツールを改良していくとともに、災害時に適切な行動ができるような学
習支援を行なっていく予定である。

P1-70-5
循環器病棟における災害時の入院患者の搬送～避難誘導の勉強会による効
果～
伊藤∙祐利（いとう∙ゆうり）、堀井∙栞（ほりい∙しおり）、茶谷∙綾（ちゃたに∙あや）、西田∙翔子（にしだ∙しょうこ）、
水岡∙司（みずおか∙つかさ）、中村∙大輔（なかむら∙だいすけ）、疋島∙亮子（ひきしま∙りょうこ）

NHO 金沢医療センター看護部

【はじめに】A病棟では人工呼吸器，NPPVの装着や心臓カテーテル手術，開胸手術を受ける
患者が多く入院しており，災害時の対応について病棟看護師から不安の発言がみられ，避
難誘導の困難さを感じている．先行研究では避難訓練を繰り返すことで災害時の対応が向
上されることが明らかになっている．そこで今回，A病棟入院患者の特性を考慮した勉強会
と避難誘導を実施することによる効果から，A病棟としての避難誘導に関する現状と課題が
明らかになったため，ここに報告とする．【対象】金沢医療センター南東6病棟の看護師15
名．1回目の避難訓練は勉強会の介入をしていない1群とし，2回目の避難訓練は勉強会の
介入をした2群とする． 2つの群の看護師は同じ対象者とならないようにランダム選出し
た．【方法】2つの群の行動チェックリストの評価と災害に対する不安のアンケートを単純集
計にて分析を行い，対応のないt検定を用い有意差を抽出した．【結果・考察】1群では勉強
会の介入により行動チェックリストにおいて，10項目で評価が改善しており，搬送器具の
使用方法と心臓カテーテル術後の搬送方法の判断において改善に有意差を認めた．しかし，
2項目で評価の低下，2つの群で2項目ができないと評価され，勉強会内容の検討やアクショ
ンカード修正の必要性が考えられた．また介入により不安が減少し病棟看護師としての義
務感の向上も感じられた．【結論】勉強会や避難訓練により，病棟看護師としての不安の軽
減や義務感の向上が期待できる．今後も病棟の特性をとらえ，災害時における入院患者の
安全を守るための対応を病棟看護師全体で考える体制づくりが重要である．

P1-70-4
A病院の外来における災害初期対応の問題点抽出と今後の課題～外来看護
師へのインタビュー調査から～
坂本∙富貴（さかもと∙ふき）、岡田∙智美（おかだ∙ともみ）、齋藤∙秀美（さいとう∙ひでみ）、當田∙晶子（とうだ∙あきこ）、
渡邊∙直美（わたなべ∙なおみ）、平居∙順子（ひらい∙じゅんこ）

NHO 浜田医療センター外来

【目的】外来看護師が行う災害初期対応における現状の問題点を明らかにし、今後の外来災
害対策への取り組みの示唆を得る。【方法】研究期間は2023年6月30日から3023年8月
31日。対象は勤務する外来看護師で､ 外来での災害対策活動の中心として携わった看護師
6名。研究方法は質的記述的研究で、インタビューから内容を逐語録におこし「現状の問題
点が表れている部分」を抽出しコードから、カテゴリー化した。【倫理的配慮】対象病院の倫
理委員会審査を受け許可を得た。【結果】インタビューから83のコード、19のサブカテゴ
リーが抽出された。外来看護師が行う災害初期対応の現状の問題点として[災害対策マニュ
アルの難しさ][災害対策マニュアルの具体的内容の不足][アクションカード活用の困難感]
[災害訓練の実施不足][職場環境が影響するジレンマ][他職種との連携が不十分]の 6つの
カテゴリーが明らかになった。【考察】外来は、常に患者数の変動があり患者の人数把握が
難しく現在の災害報告用紙は記入しにくいこと、初期対応の分かりにくさや検査および点
滴の中止基準がなく、今後、外来の特徴を踏まえた災害対策マニュアルの見直しが必要で
あることが分かった。シミュレーション実施時にマニュアル通りに動けなかったことで、
日頃から繰り返し災害訓練を行う必要性や外来で他職種を交えた訓練も必要と考えられた。

【結論】現状の問題点として6つのカテゴリーが明らかになった。今後の課題は、外来の特
徴を踏まえた外来災害対策マニュアルの見直し、多職種を交えた繰り返しの災害訓練であ
る。

P1-70-3
実践的な災害対策定着にむけた取り組み～副看護師長危機管理班の活動を
振り返って～
橋倉∙梢（はしくら∙こずえ）、武田∙利佳（たけだ∙りか）、花村∙良枝（はなむら∙よしえ）、藤森∙直子（ふじもり∙なおこ）、
橋原∙悠（はしはら∙ゆう）、渡辺∙貞子（わたなべ∙さだこ）

NHO まつもと医療センター脳神経内科

【はじめに】災害対策には、病院の災害対策の現状や看護部が行う災害対策の備えについて
認識する必要がある。当院の災害看護に対する看護部の備えとして災害対策マニュアルや
事業継続計画（以下BCP）は整備されているが、内容を理解している職員が少ない。そこで、
2020年より看護部における災害に対する備えの強化を目的に、副看護師長が中心となり災
害対策整備を実践したので報告する。【実践】2020年災害対策整備の状況調査を行い、災害
用物品の不足や看護師の消火栓・消火器・防災扉・避難経路の認知が低いことが明らかとなっ
た。副看護師長が防災器具・避難道具使用法についてスタッフへ教育し、災害対策マニュ
アルの見直し、各部門特性に応じた災害フローチャートを作成し、災害対策行動に繋げる
ための基盤づくりを行った。2021年はトリアージタグとアクションカード運用を作成し、
災害シミュレーション訓練を行い、2022年は院内火災訓練時にアクションカード試用とエ
アストレッチャー使用の訓練を行った。さらに、2023年には病院組織と連携しながら災害
派遣物品整備と運用法の策定に参画し、2024年の能登半島地震の医療班災害派遣の準備に
貢献できた。【課題と展望】看護部の災害対策の備えとして、物品やマニュアル整備、スタッ
フ教育は整えられてきた。災害時は、平時の業務形態から災害対策モードへの迅速な切り
替えが必要となるため、災害対策マニュアルやBCP機能を基にしたシミュレーション訓練
の積み上げによる実践行動力の強化が課題である。また、災害発生時の看護部における指
揮統制の連携、平時から災害を見据えた業務管理を意識し、適切な災害看護の実践ができ
る体制づくりを目指す。
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P1-71-4
ガイドラインが推奨するマージン以上で切除したにも関わらず再発した悪
性黒色腫の3例
古賀∙一史（こが∙かずふみ）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）、
日吉∙尚（ひよし∙なお）

NHO 長崎医療センター形成外科

悪 性 黒 色 腫（Malignant Melanoma:以 下、MM）の 予 後 は 原 発 巣 の 厚 さ（Tumour 
Thickness：以下、TT）と相関するとされ、ガイドラインではTTを基準に切除マージンが
設定されている。MMは臨床所見と病理所見より表在拡大型、末端黒子型、悪性黒子型、
結節型の4病型に分類される。研究対象の大半を占める白人は表在拡大型・結節型が多く、
日本人を含むアジア人に多い末端黒子型に関しては十分な検証がされていない。特に、末
端黒子型の中でも爪部MMは側方マージン研究には全く含まれておらず、深部マージンの
適切性について検証した前向き研究も存在しない。そのため、本邦患者での切除マージン
の検討が必要である。2003年4月1日から2023年3月31日の間に当科で切除を施行した
MM14例を検討した。14例中3例に局所再発またはリンパ節転移を認めた。3症例とも末
端黒子型で、初療時のセンチネルリンパ節生検（sentinel lymph node biopsy:　SLNB）は
陰性であった。いずれもガイドラインで推奨される最大マージンよりも大きく切除されて
いたが、1例は局所再発し、2例はリンパ節転移を認めた。再発した3例中、2例は局所再
発ではなくリンパ節転移であり、かつ、SLNBは陰性であったことから、仮に切除マージン
をより大きくしたとしても、リンパ節転移の予防には寄与しない可能性が示唆された。また、
今回再発した3症例はいずれも末端黒子型であり、ガイドラインに十分反映されている病型
とは異なるため、病型毎に適切なマージンが異なる可能性についても検討を要すると考え
られた。より適切なマージン設定を行うためには、日本人の症例に関する検討を積み重ね
ていく必要がある。

P1-71-3
肛門周囲の帯状（索状）股関節瘢痕拘縮に対する全く新しい皮弁Tetra-
combined Z-plastyの開発
藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1,2、古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、日吉∙尚（ひよし∙なお）1、
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター機能形態研究部

【はじめに】Z-形成術は線状瘢痕拘縮で短縮している2点間の距離を延長させる手術手技で
あるが、帯状瘢痕に対しては効果がない.私たちは肛門周囲の熱傷瘢痕のため股関節拘縮を
生じた症例に対して,全く新しいTetra-combined Z-plastyを開発し良好な結果が得られ
たので報告する.【方法】本皮弁はdouble combined Z-plastyを鏡面に2つ組み合わせたも
のであり,肛門等の移動できない器官をmain limbの中央（E）に配する.最も拘縮が強い瘢
痕を横断してmain limbABとし,main limbと同じ長さで直角に切開を伸ばしCとする.そ
の終点から約60度の角度で三角弁ACDを作成する.これを固定器官（E）を4つ配すことに
よりZ-plastyを4か所で行うデザインとする. 4か所の三角弁をに縫い合わせることによ
り,中央線EFEにあえてdog ear deformityを生み,この歪んで余裕のある空間Fに固定器
官（肛門）を縫着するというユニークは皮弁である.帯状の瘢痕を完全に分断し,その間に固
定器官（肛門）が入る。周囲の4か所に皮膚欠損創（G）を生じるが帯状（索状）瘢痕部以外が
しなやかな正常皮膚である場合は縫縮可能である植皮を要すことがある.【症例】43歳男.着
衣に引火しを含む大腿-臀部-会陰部にかけて35％ 3度熱傷を受傷.3度の植皮術を経て創
治癒したが、会陰部の熱傷瘢痕のため開脚が不能となった。この症例にTetra-combined 
Z-plastyと植皮術を施行し良好な結果を得た.【結語】Tetra-combined Z-plastyは手技が
簡便であり,幅広な瘢痕拘縮の範囲内に移動できない固定器官を有する症例に対して有効な
方法である.

P1-71-2
爪白癬治療の意義と重要性～国立病院機構函館病院における使用経験から
考察する～
真鍋∙公（まなべ∙あきら）

NHO 函館病院皮膚科

本邦における、足・爪白癬の実態と罹患率に関する大規模疫学調査（Foot Check 2023）
の結果、爪白癬は13人に1人が罹患していると報告された。爪白癬は他人や自身への白癬
の感染源になりえ、さらに重症化により爪の肥厚、変形により歩行機能の低下をきたし、
転倒のリスクとなる。このように日常生活に大きな影響を及ぼすため、爪白癬の治療の必
要性は高い。
2018年に登場した経口爪白癬治療薬ホスラブコナゾール（ネイリン®カプセル）は、国内
第3相臨床試験において、その有効性、安全性について検討され、その後も国内で75歳以
上の高齢者に対しての有効性、安全性についての報告がなされた。
当院は癌拠点病院であり、当科外来患者も年齢層が高い傾向にある。また、当科は高齢者
の在宅や老健施設への訪問診療も積極的におこなっている。このような特徴を踏まえて、
当科におけるホスラブコナゾールの有効性、安全性について検討した。
対象は2018年5月から2022年12月まで当科を受診しホスラブコナゾールによる治療を
した82例。
48週後の完全治癒率を中心に検討し、完全治癒率は50.7％であった。年齢別に完全治癒率
を比較検討したところ、65歳以下群と前期高齢者群とに治癒率の有意な差は無かったが、
前期高齢者群と後期高齢者群では、前者の完全治癒率が有意に高かった。さらに後期高齢
者群を外来受診患者群と訪問診療患者群に分けて完全治癒率を比較検討した結果、前者の
治癒率が有意に高かった。
以上の結果から、訪問診療における爪白癬の治療には課題が残ることが示唆された。

P1-71-1
経口ステロイドの減量に難渋した薬剤性過敏症症候群（DIHS）の一例
佐々木∙暉（ささき∙ひかる）1、廣崎∙邦紀（ひろさき∙くにのり）2、阿部∙貴彦（あべ∙たかひこ）2、静川∙友里恵（しずかわ∙ゆりえ）2

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター皮膚科

【はじめに】薬剤性過敏症症候群（DIHS；drug-induced hypersensitivity syndrome）は、
重症薬疹の1つであり、原因薬剤を長期間にわたって摂取した際に発症するとされている。
皮疹に加えて、肝障害などの臓器障害が発生し、ヒトヘルペスウイルス6の再活性化を伴う
ことが特徴とされている。【症例】60歳代、女性。【現病歴】X年2月下旬に39℃台の発熱と
眼囲を除く顔面、四肢、体幹に紅色の丘疹と紅斑が出現した。肝機能障害や異型リンパ球
の出現から薬疹、DIHSが疑われたため、当科紹介となった。複数の薬剤で2週以上の服用
歴があり、本邦のDIHS診断基準（2005年）と照らし合わせてDIHSと診断し、入院の上既
存の内服薬の中止とプレドニゾロン（PSL）内服による治療を開始した。はじめ60mg/day
から開始し、1週間毎に5mg/dayずつ減量していった。入院中に行った薬剤誘発性リンパ
球刺激試験（DLST）で十全大補湯が陽性であったことから、これを原因薬剤として推定した。
皮疹や肝機能障害の改善を認め、5月下旬にPSL 25mg/dayの段階で退院となった。以降
外来でより緩徐にPSL漸減を行っていたが、同年9月にPSL 7mgの段階で、頭痛、めまい
が出現した。11月にPSL 1mg/dayの段階で皮膚掻痒感と著明な好酸球増加（3,990/μL）
を認めたため、DIHSの再燃を想定して再度PSL 9mg/dayに増量した。その後、PSL減量
はできていない。【考察】DIHSは病態が十分に解明されておらず、ステロイド全身投与以
外に確立された治療法はないというのが実情である。また、一部再燃例やDIHS後に様々な
自己免疫疾患の発症も報告されているため、安易なステロイド減量は難しい疾患といえる。
さらに文献的考察を加え、本症例を報告する。
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P1-72-2
独居高齢者の在宅酸素療法指導について～患者の生活に合わせた指導、関
わり～
永吉∙春楠（ながよし∙はるな）

NHO 南京都病院看護部

【目的】在宅酸素療法（以下HOT）では、理解力や家族などの協力者が必要となり、高齢者で
独居であれば認知力、理解力の低下、家族の協力がない状況下でのHOT導入はさらに難し
くなる。今回、独居高齢者のHOT導入を実施し、患者の生活に合わせた指導を行い、自己
管理にいたったため、実践した看護を振り返り考察する。【看護の実際】70歳代の女性、横
隔神経麻痺により低酸素が生じておりHOT導入となったため、自己管理できるよう指導を
行った。家族は、夫は死別しており、別居している娘2人が少し離れた所に住んでいる。患
者の生活状況に合わせた機械の選定と、酸素使用の声掛けを繰り返し行い、酸素使用の習
慣化を図った。また、HOTのDVD視聴による機械の使用方法の理解促進と、災害時の対
策を学んでもらった。酸素濃縮器の実際の使用方法の指導と、家族への酸素濃縮器の使用
方法の指導、サービスの調整を行った。【考察】高齢者患者に対してHOT導入のための指導
を行うには、繰り返し声掛けを実施し習慣化をすることが必要であり、正確に酸素吸入し
てもらうには酸素の必要性や重要性を重点的に指導していくことが必要である。また、早
期から関わることで、より充実した指導につながり退院後の患者の生活がより良いものに
なると考える。【結論】独居高齢者へのHOT指導では、患者に酸素吸入の必要性と重要性を
理解し、酸素吸入の習慣化を行う事が必要である。また、患者の自宅、生活状況の情報収
集を早期に行い、退院後の生活に合わせた指導を行う事、継続できるように家族への指導、
サービスの導入を検討していくことが必要である。

P1-72-1
記憶障害を来した患者へのPD自己管理再開に向けた関わり
永松∙智子（ながまつ∙ともこ）、藤井∙紀子（ふじい∙のりこ）、山下∙知穂（やました∙ちほ）、三谷∙律子（みたに∙りつこ）

国立循環器病研究センター看護部

【はじめに】腹膜透析（以下PD）は身体への負担も少なく社会復帰も容易となり生活の質の向
上につながる。しかし、記憶障害のある患者にとってPDの自己管理は困難を要する。今回
カテーテル検査後の合併症で記憶障害になった患者にPD自己管理の再導入を行った症例を
報告する。【倫理的配慮】院内の倫理規定に則り患者の同意を得て実施。【事例】70歳代女性。
夫と二人暮らし。PD自己管理中。未破裂脳動脈瘤に対してカテーテル検査入院。検査後の
合併症による記憶障害を発症し以前行っていたPDの管理が行えなくなった。【看護の実際】
患者の自宅退院の希望があり誰がPDを管理するかを多職種で検討した。夫はPDを管理し
たことがなく、記憶障害のある患者へのPD指導を行える施設もないため患者自身で管理す
る方針となった。初回は看護師でPDを施行して見せると「機械の音は聞き覚えがある」と発
言があった。PDメニュー、準備、操作と作業を区切って実施できたら次の作業を行うよう
段階を踏んだ。PDメニューや時間を忘れないようにするため患者に記載してもらった。「そ
う言えばそうだった」と思い出し少しずつ出来るようになり入院12日目（指導開始から7日
目）にほぼ見守りで実施でき、自宅退院に向け退院となった。【考察】発症早期からPDを見
てもらうことで患者が想起でき思い出すきっかけになったと考える。PDの複雑な作業を細
分化し各ステップを設定しエラーレストレーニングをすることで患者が混乱せず手技が行
えた。PDメニューと時間の管理は代償的訓練を取り入れた。これらを繰り返すことで自己
管理再導入が行えたと考える。

P1-71-6
高齢女性の頬部に発生したメルケル細胞癌の二例
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、古賀∙一史（こが∙かずふみ）、
日吉∙尚（ひよし∙なお）

NHO 長崎医療センター形成外科

メルケル細胞癌は、高齢者の露光部に好発する皮膚悪性腫瘍で、進行が早く、局所再発と
遠隔転移を繰り返し予後は悪い。ポリオーマウイルス感染や紫外線曝露、免疫抑制、悪性
腫瘍など複数の要因が寄与して発生するとされる。今回、当施設で高齢女性の頬部に発生
したメルケル細胞癌2例を経験した。1例目は92歳女性、3週間程の経過で急速に増大す
る左頬部の紅色皮膚腫瘤を主訴に近医を受診し、メルケル細胞癌の診断で当院受診した。
左頬部に直径3cm程の紅色の皮膚腫瘤を認めた。転移巣検索では所属リンパ節転移および
遠隔転移所見はなく、深部は一部筋層への浸潤を認めた。手術は1 ～ 2cmのマージンで、
深部は筋層を一部含めて切除した。切除後の皮膚欠損創は全層植皮術で再建した。もう1例
は81歳女性、2週間程の経過で急速に増大する右頬部の皮膚結節を主訴に受診した。直径
2cm大の紅色隆起性病変とその周囲の皮膚発赤と硬結を認めた。病理検査でメルケル細胞
癌の診断となった。転移巣検索では所属リンパ節転移を認めた。遠隔転移は認めなかった。
初回手術では発赤部から5mm、隆起部から1cmマージンで、深部は筋層を含めて切除した。
2回目は追加切除術とリンパ節郭清術を行い、皮弁で再建したが経過中皮弁の壊死を認めた。
3回目は追加切除術と全層植皮術を行い、術後放射線療法を完遂した。メルケル細胞癌の罹
患率は10万人あたり0.7と稀であるものの、その進行スピードが速く、再発と転移が多い
ことから予後不良な疾患であり、早期の診断、介入が重要である。当施設で経験した急性
の経過で発生し、診断治療したメルケル細胞癌2例について文献的考察を加えて報告する。

P1-71-5
悪性の疑いを払拭できなかった急速増大するlobular capillary 
hemangioma（pyogenic granuloma）の経験
古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1、
日吉∙尚（ひよし∙なお）1、三浦∙史郎（みうら∙しろう）2、伊東∙正博（いとう∙まさひろ）2

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター病理診断科

Lobular capillary hemangiomaはPyogenic granuloma（化膿性肉芽腫）とも呼ばれるが、
pyogenic（化膿性）でもgranuloma（肉芽腫）でもなく、良性の血管腫瘍である。急速な外
生増殖を示し、しばしば表面は潰瘍化する。悪性化することはないが、保存加療のみでは
しばしば再発する。非外科的治療法としてはレーザー、冷凍凝固療法などがあるが再発し
やすく、完全切除が最も再発率が低いため第一選択となる。臨床経過から皮膚悪性腫瘍と
の鑑別が必要となるため、切除術施行前の部分生検は重要となるが、本血管腫では腫瘍本
体の表面に炎症性の肉芽形成を伴うことがあり、かつ、脆く易出血性のため生検時に腫瘍
実質を同定し難く、適切な標本を得られないことがある。症例は50歳男性の右環指爪床に
1カ月の経過で直径2cmに、更に3週間で4cmに急速腫大した硬性有痛性腫瘍が発生した。
生検ではgranulationとしか診断できず、骨破壊像も伴ったために悪性腫瘍であることを疑
わせた。全切除生検にて、潰瘍形成と出血を繰り返す腫瘍表面の新生肉芽と壊死組織がみ
られ、腫瘍深部には小血管増生と血栓形成を伴う拡張した血管腔を認め、細胞に異型はなく、
lobular capillary hemangiomaの診断を得た。骨浸潤部は、骨に浸潤・破壊する腫瘍組織
を認めたが、異型はなく骨組織にも一部線維性成分の増生がみられた。本症例の場合は爪
下に発生したため常に腫瘍が爪に圧迫され、慢性刺激に晒されたことが急激に増大した一
因と思われた。初回の生検で診断に至らなかった原因は、腫瘍表面の新生肉芽、壊死組織
しか採取できなかったと推定される。反応性の肉芽で覆われた腫瘍の場合には、腫瘍実質
に至る生検が必須である。
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P1-72-6
事前訪問とパンフレット指導による透析導入期患者の自尊感情の変化
西村∙真理子（にしむら∙まりこ）、河本∙敦子（かわもと∙あつこ）、藤本∙真也（ふじもと∙しんや）、竹内∙三奈真（たけうち∙みなみ）

NHO 岡山医療センター 7A病棟透析センター

【目的】事前訪問とパンフレットを用いた指導が患者の自尊感情に与える影響を評価するこ
とで、透析導入（以下 導入）前後の患者の自尊感情の変化を明らかにする。【方法】事前に
シャントを造設していた1名の患者を対象に、透析を導入する前後の自尊感情の変化を調査
した。調査期間は2023年10月から2024年1月までで、事前訪問で透析の流れを説明し
パンフレットを用いた指導を行った。導入前後で半構造的面接を実施し、面接内容は逐語
録を作成しKj法を用いて分析した。倫理的配慮として、当院の倫理審査委員会の許可を得
て、研究目的やデータ収集方法、個人情報の保護、利益・不利益について説明し、同意書
を取得した。【結果】導入前には【透析導入を回避したい思い】を含む6つのカテゴリーが得
られ、導入後には【周囲の人に支えられながら生活する自分への受け入れ】を含む7つのカ
テゴリーが得られた。患者は事前訪問により初回透析時にも戸惑う事はなく、生活に寄り
添った指導により、医療者との関係や透析生活を肯定的に捉え、退後の生活に希望を持つ
ようになった。【考察】事前訪問および指導介入により、導入前後の患者の自尊感情が強化
されたことが示唆された。患者の日常感情に耳を傾け対応することで安心感や幸福感が高
まり、高い自尊感情が生まれ、自己管理行動も高まると考えられた。【まとめ】指導を通し
てコミュニケーションを図ることで、治療や日常生活に関しての知識を獲得することを促
し、肯定的な出来事を体感し自尊感情を高めていくことができた。導入期を喪失体験と捉え、
受け入れ段階を評価し介入を行うことで、患者の自尊感情が強化されることが示唆された。

P1-72-5
糖尿病患者の退院に向けた血糖コントロールについての教育指導
坂本∙崚輔（さかもと∙りょうすけ）

NHO 南和歌山医療センター看護部

【はじめに】糖尿病患者は短期の入院期間で自己血糖測定やインスリン注射などのあらたな
手技を身につける必要がある。今回、インスリンに対して「太る」という認識をもち自己中
断や受診をしない状況にある患者に、確実な知識と手技の習得を目指しセルフケア能力を
高めるための看護介入で成果を得たので報告する。【事例紹介】40歳代　女性　糖尿病性ケ
トアシドーシスで緊急入院【看護目標】疾患・治療に対する正しい知識・技術をもち継続し
た血糖コントロールができる【結果】A氏は入院時、呼吸困難感、頻脈、嘔吐、下痢などの
症状があり、「死んでしまうのではないか」と恐怖心を覚えたことで同じことを繰り返した
くないという強い気持ちがみられた。疾患に対する思いや誤った知識を持つに至った経緯
を理解し、正しい知識の提供や技術習得の支援を行い、患者と共に生活リズムに即した薬物、
食事、運動療法を考えることで「やっていける」と自信を持って退院することができた。【考
察】糖尿病を持ち、生活を送ることは健常人とは異なる苦痛や生活上の困難があり、心理的
にも疲弊する場合がある。心理的苦痛を受け止めながら、糖尿病に対する知識不足を補い、
患者に合った療養方法を共に考え支援したことは患者の自己効力感を高め、セルフケアへ
の意識の向上につなげることができた。【結論】患者が疾患について正しい知識を持ち、支
援者が患者の生活上の困難や心情を理解した上で、継続できる方法を共に考えることはセ
ルフケア能力を高めるために重要である。

P1-72-4
構音障害がある対象への舌の機能訓練における効果的な指導方法
保田∙真柚子（やすだ∙まゆこ）

NHO 大阪医療センター附属看護学校

【目的】左舌癌のため左舌半側切除を行い、舌再建に伴う構音障害のある患者A氏を受持っ
た。行動変容ステージの準備期にあるA氏が舌の機能訓練を継続して実施するための効果
的な指導方法について考察する。【看護の実施と結果】構音障害に対し、残存機能を維持、
向上するために舌の機能訓練を行った。指導内容を記載したプリントを基に一緒に機能訓
練を行い、できたことを承認するように関わった。その結果、自発的に舌の機能訓練を実
施していた。A氏は電話による会話に不安を抱えていたため、入院中に退院後を想定した会
話を抽出し、口唇の動きや話すスピードに注意しながら発語の練習を行った。【考察】A氏
は自発的に機能訓練を実施しているが、これからの生活への影響を具体的に捉え、対策を
立てるまでに至っていなかった。この点から、行動変容モデルの準備期から行動期にあたる。
諏訪らは、準備期の支援ではティーチングとコーチングが大切であると述べている。A氏は
舌の機能訓練の説明をうけた後、正しい方法で自発的に機能訓練の実施ができていたため、
適切なティーチングをうけられたと考える。電話による会話への不安はあったが、対処方
法については、A氏が自己決定できるようなコーチングはできていなかった。舌の機能訓練
の効果を得るためには継続すること必要であるため、具体的な目標を自己決定できるよう
な介入が必要であった。【結論】1.準備期ではティーチングによる正しい方法と効果の説明
が大切である。2.舌の機能訓練を継続するために、いつ、何回行うのか、具体的な目標を
立てることに向けたコーチングが大切である。

P1-72-3
パーキンソン症候群患者の症状改善に向けた援助～退院後の体操継続を目
指して～
田倉∙美咲（たくら∙みさき）

NHO 大阪医療センター附属看護学校

【目的】リハビリテーション、教育目的で入院したパーキンソン症候群の患者A氏に、症状
改善のための体操の習慣化を目指し、自己効力感を高められるように関わった結果、退院
後の体操継続への意欲が向上した。これらの関わりが体操継続にどのように影響したかを
明確にする。【看護の実施と結果】体操は上肢、下肢、手指、深呼吸に分けて、カテゴリー
化し、必要性、注意点、方法、ポイントを記載したパンフレットを用いて実施した。そし
てスモールステップで毎日評価および本人に合わせた改善を繰り返した結果、病院での体
操の習慣化ができた。また退院後の継続に向けて、A氏の症状や特徴を説明しながら、自宅
の環境、生活スタイルに近い状態で体操を実施した。A氏はパンフレットを見ながら、家
で毎日体操するという意欲的な姿勢を示した。【考察】A氏に適した効果的な体操の立案や、
体操効果や継続できていることを承認したことで、A氏は効果を実感し、結果期待に繋がっ
た。また、スモールステップで体操を行ったことが結果期待や遂行行動の達成に繋がった。
退院後の継続に向けての援助では、自宅環境、生活スタイルを考えながら行ったため、退
院後の生活が想像しやすく、より必要性への理解が深まり、自宅での体操継続のイメージ
化に繋がった。【結論】1.患者に適した体操の計画立案、効果や継続できていることを言語
化し伝えることにより結果期待に繋がった。2.スモールステップでの体操の実施は、遂行
行動の達成に繋がった。3.体操の実施や必要性の説明内容を自宅での生活と結び付けて行
い、イメージ化することで自宅での体操継続意欲が向上した。
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P1-73-3
ICT教材を活用した地域・在宅看護における学生の学び
草原∙麻紀（くさはら∙まき）

NHO 都城医療センター附属看護学校看護学科

【目的】A校の地域・在宅看護講義においてICT教材を活用し、学生の学びの内容からその
学習効果を明らかにする。【方法】対象：A校2年生40名の「地域で暮らす人々の看護に関
する学び」（1000字程度）レポート。分析方法：分析ソフト「KH　Coder」を用いて内容分
析した。【倫理的配慮】科目の成績終了後に研究への参加は自由意志であること、取り扱う
データは匿名化すること等を説明し同意を 得た。【結果】レポート回収率97.5％、共起ネッ
トワークでは、1）社会資源、2）介護保険、3）職種、連携、共有、4）背景、理解、知 るに
共起性を示した。階層クラスター分析結果は、非類似度から、対象の地域環境のアセスメ
ント、対象の生活背景の理解等 8クラスターに分類された。語句の共起性及び階層クラス
ター分析結果より対象理解に関する学びは1【対象の住む地域環境 をアセスメント】、2【患
者の望み、希望の把握】、3【介護保険制度、サービスの利用状況】、4【対象の生活背景を理解】
であった。看護の学びは1【本人のセルフケア能力の活用】、2【多職種との連携・情報共有】、
3【治療だけでなく予防していく役割】であった。また、【地域の社会資源や、医療・福祉体制
に関する知識をつけること、住民のニーズやサポート状 況に目を向けること】が課題として
抽出された。【考察】ICTによる学修効果として【理解を深める】【イメージを明確化する】等
5つをあげている。（2020、村上）地域で 暮らす対象の生活が具体的にイメージできたこと
で、地域環境への視点が学びとして挙がったと考える。

P1-73-2
地域・在宅看護論実習において地域連携室での実習で得られた看護学生の
学び
小山∙仁一（おやま∙きみかず）、花子∙紀子（はなこ∙のりこ）

NHO 呉医療センター附属呉看護学校

【目的】地域連携室で実習を行った看護学生（以下、学生とする）の学びを明らかにする。
【方法】質的記述的研究。対象は看護師養成所3年課程A校（以下、A校とする）の地域・在
宅看護論実習において、地域連携室で実習を行った2年生62名。実習後に学生が記述した
実習記録から学びと思われる内容を抽出し、意味内容の類似性に基づき内容の整合性を確
認しながらコード化・カテゴリー化した。質的研究の指導経験のある研究者を含む、研究
者間で合意が得られるまで検討し、信頼性と妥当性の確保に努めた。倫理的配慮として、
研究対象者に対し研究目的と方法、得られたデータの匿名性の遵守、研究への協力は自由
意志であり成績評価に影響しないこと、研究結果は学会または誌上発表することを文章と
口頭で説明し同意を得た。

【結果】地域連携室実習の学びとして「患者家族の意向を確認し支援する」や、「地域で暮らす
ことを意識して患者の自立支援を目指して関わる」、「多職種との連携を行う際には看護師
は患者に最も近い存在として情報共有を行う」「看護師が面談することの意義」等が抽出さ
れた。

【考察】地域・在宅看護において、看護師には，自分自身がもつ価値観にそって整えるので
はなく，対象者のもつ歴史や価値観，本人の目標にそって整える力が求められる。1）と述
べられている。学生は患者・家族への支援に関して、患者・家族の意向を確認した上で患
者の自立支援を行っていること、多職種と関わる時には看護師として情報提供すること等、
地域連携室の看護師に求められている役割について学ぶことができており効果的な実習で
あったと考える。

P1-73-1
看護学校における地域アセスメントに関する学習の検討～レポート分析か
ら～
仙波∙伊知子（せんば∙いちこ）、佐藤∙美春（さとう∙みはる）

NHO 姫路医療センター附属看護学校

【はじめに】地域アセスメントの学習は令和4年度改正カリキュラムにおいて、地域を知る
取り組みが行われるようになった。当校では姫路市在住の学生が大半を占め、姫路城の内
堀に位置する特色など、姫路市の協力を得て地域の特性が学びやすい環境にある。看護基
礎教育において地域アセスメントを取り入れる必要が言われているなかで、学生が授業を
通してどのように地域アセスメントを行い、健康課題と解決策を考えているかを知り、今
後の示唆を得ることを目的とした。【方法】看護学校1年次前期の学生を対象とし、地域・
在宅看護論の授業における地域アセスメントの学習内容の実態を調べ、地域アセスメント
の学習内容や方法について検討した。QDAソフトウェアNVivoを用いて、レポート内容を
頻出語クエリにより言葉の強弱を量的に分析した。更に地域アセスメントに関するレポー
ト内容をカテゴリー化し内容を質的に分析した。【結果と考察】頻出語分析のうち関係する
用語として「高齢」、「認知」が多く、続いて「生活」、「独居」、「地域」などが挙がった。レポー
トの内容分析では地域アセスメントの内容として、課題に関する人口統計や物理的環境、
行政、保健医療と社会福祉、経済について健康課題の実態を抽出していた。一方で、健康
課題を解決する対策については原因や背景要因、予測される結果や影響、予防対策の考察
が少なかった。健康課題の解決策は自助や共助、社会資源の活用が多く、ターゲットとす
る範囲は地域の人々やコミュニティが多かった。

P1-72-7
乳腺専門医と乳がん看護認定看護師が協働した患者教室の開催報告
荒木∙由香里（あらき∙ゆかり）、山賀∙郁（やまが∙いく）、加藤∙大典（かとう∙ひろのり）、笹川∙みちる（ささがわ∙みちる）

NHO 京都医療センター看護部外来

【はじめに】乳がんは社会的にも大きな役割を担う壮年期に好発する。治療は多岐にわたり、
検査・治療について意思決定を迫られることも多く、患者は様々な悩みを抱え通院している。
そのような中、当院では、患者・家族が乳腺専門医と乳がん看護認定看護師と気軽に話が
できる場として、毎月「乳がん教室」を開催している。今回は、開催内容と患者からの意見
を振り返り、今後の患者・家族への支援について検討をする。【実施内容】2021年12月～
2024年4月（計20回）。乳がんの診断・治療・生活に関する内容を医師が講義をし、講義
後に医師と乳がん看護認定看護師が質問を受け、答えるという双方向性を大切に開催した。

【結果】参加人数の平均は23.25人であった。参加者は術後経過中の患者が役80％と多いが、
診断直後や再発で治療している方もいた。患者からの意見としては、「医師の考えを知るこ
とが出来た」「座席を円状にして、患者同士でも話す場はあるとよい」といったものがあっ
た。実際の診察の場面で、再発で治療している患者への増悪の説明後に、「乳がん教室で質
問に答えてもらった内容とつながり、受け止めることができた」との言葉もあった。【考察】
一般的な病状の経過などの講義をうけ、質問するという双方向性の開催方法が、実際の病
状の増悪など悪い知らせの際も理解し受け止めることへの助けにも繋がるのではないかと
考える。【結論】今後も乳がん教室を継続し、多くの患者・家族に参加してもらえるような
テーマ選択を行い、診療内容をより深く理解してもらえるように努める。講義だけでなく、
患者同士も気軽に話ができるようにして、ピアサポートの効果もあるような開催方法も検
討をする。
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P1-73-7
災害訓練の学びを深めるための学習支援
桑原∙愛子（くわはら∙あいこ）、早川∙直子（はやかわ∙なおこ）、藤崎∙奈穂（ふじさき∙なほ）

NHO 大阪医療センター附属看護学校

1.目的：看護学生が災害訓練の学びを深めるための支援の実際を振り返り、学習効果を明
らかにする。2.方法：≪対象≫A看護学校2年生81名≪時期≫令和5年4月～ 12月【訓練
前】1）災害訓練ワーキンググループに参加し、学生のレディネスを共有2）事前課題・訓練
動画の視聴準備と実施3）DMATによる説明【訓練中】学生の訓練参加の支援【訓練終了後】1）
全職員の振り返りへの参加2）学校で学びの共有を行った。3.結果および考察：学生は災害
看護の知識や臨地実習の経験が不足しており、まず事前課題や視覚教材による学習支援を
行った。またワーキングで病院職員と学生のレディネスを共有したため、DMATの傷病者
設定の説明は学生が分かりやすい内容となった。この準備により学生は災害時の状況や傷
病者のイメージを持って訓練に参加できたと考える。また当日、教員が傷病者役・被災者
搬送ボランティア役の学生誘導、訓練全体の見学・エアーストレッチャー体験などを経験
できるように調整したことは、学生の学習の機会を増やすことにつながった。訓練終了後
は学校で、各自の体験の意見交換を行い、「想像していなかったことが多く、訓練の重要性
を学んだ」等の発言があった。その後のアンケートで、「情報共有の重要性」「傷病者への声
掛けやタッチングの重要性」「トリアージでの臨機応変な対応」など災害看護の学びの深ま
りが見られた。終了後の振り返りは経験学習における内省の機会になり、学びの概念化に
つながったと考える。4.結論：訓練の導入の工夫や訓練当日の支援、意見交換により災害
看護への関心が高まり、学習途上の学生であっても訓練参加の経験から十分に学習効果を
得ることができる。

P1-73-6
「暮らす」や「支えあって生きる」ことの理解を促す授業方法の検討

青樹∙智美（あおき∙ともみ）1、坂本∙泰子（さかもと∙やすこ）2、中西∙佳織（なかにし∙かおり）2、荻澤∙英幸（おぎさわ∙ひでゆき）3、
崎地∙志穂（さきち∙しほ）3、横地∙有紀（よこち∙ゆき）1

1NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校

【研究目的】「暮らす」や「支えあって生きる」ことの理解に向け、作成した授業案が効果的で
あったのかを学生の学びの記録内容から明らかにする。【研究対象・方法】A看護学校1年次
4月に「暮らしの理解と健康1」を受講した学生53名の講義後に記載した学びの内容から、
類似するコードでカテゴリー化した。【倫理的配慮】A病院の倫理審査委員会の承認を得て
実施した。対象者には研究協力は自由意思であり、個人情報保護等について説明し同意を
得た。【実施・結果】授業では自分や家族の暮らしを振り返った事前課題をもとに、グループ
ワークを行った。また、多様なライフステージや世帯間の関係性の理解を促すために3世代
同居のアニメのストーリーを活用した。授業後の学生の学びからは、「暮らす」ことについて、

【自分の暮らしの理解】【健康に関する様々なライフイベントの理解】【自分の暮らしが家族・
他者と影響しあっていることの理解】【暮らしと地域が関係していることの理解】の4つ の
カテゴリーが抽出された。「支えあって生きる」について、【コミュニティの中で支えられて
いることの理解】、【自分の暮らしは他者との支えあいで成り立っていることの理解】、【暮
らしを理解したことで芽生えた思い】、の3つのカテゴリーが抽出された。【考察】普段意識
していない自分や家族の「暮らし」を振り返ることで、家族や他者と影響し合っていること
の理解につながった。多様な価値観があり、その中で暮らしていることに気づく機会になっ
た。生活体験の少ない学生にアニメのストーリーを活用することで多様なライフステージ
や世帯間の関係性、地域で支え合って生きていることの理解につながった。

P1-73-5
地域の高齢者の住みやすさの実態に関する学生の学び
一柳∙明日香（いちやなぎ∙あすか）、草原∙麻紀（くさはら∙まき）、石原∙史絵（いしはら∙しえ）

NHO 都城医療センター附属看護学校看護学科

【目的】A校では地域・在宅看護において地域に住む人の理解について地域散策やインタ
ビューを通し学ぶ機会を設けている。学生の地域で暮らす人々の理解に関する学びを明ら
かにする。【方法】対象：地域に住む高齢者6名及びA校2年生5名、期間：R5年5月1日
～ 12月30日、調査方法：対談形式による座談会を30分行い、その会話を録音。分析方法：
レコーディング内容を蓄語録とし「住みやすさ」「地域への思い」に関する内容を抽出。文脈
ごとに類似性・規則性・特殊性から意味のまとまり毎に分類しコードとした。さらに抽象
度を上げてサブカテゴリ―、カテゴリーを抽出した。【倫理的配慮】参加者に研究の趣旨と
内容、匿名性の確保について文書を用いて説明し同意を得た。【結果】住みやすさの実態と
して33コード、23サブカテゴリ―、20カテゴリーが抽出された。【外出による楽しみ】【近
所の人や友人とのふれあいによる楽しみ】【感動する日々を過ごす】【健康を維持すること】

【好きなことをすることで相手に喜びを与える】【地域住民との交流】【活動への意欲がある】
【交流によって活力を得る】【周囲との協力】といったプラス面と【車の運転ができなくなり
移動手段がなくなることへの心配】【車の代替手段としてのバスの有無】【単独行動のため
らい】【地域組織への関心の低下】【人との交流機会の減少】【加齢による身体機能の低下】【介
護の不安】【生活への不安】【頼ることの不安】【便利な施設が中心地に集中】【健康維持の
ための要望】といったマイナス面が抽出された。これらの実態調査を行ったことで学生は都
城市に住む高齢者の普段の生活の様子や思い、地域の環境について学びを得ることができ
た。

P1-73-4
1年次の地域・在宅看護対象論において学生が「暮らし」を理解するための
工夫～学生自身の「健康」と「暮らし」をもとに考える効果～
三田地∙泉美（みたち∙いずみ）1、三輪∙満貴代（みわ∙まきよ）1、小西∙千恵子（こにし∙ちえこ）2、前田∙麻利亜（まえだ∙まりあ）2、
米山∙美穂子（よねやま∙みほこ）3、柳∙紫野（やなぎ∙しの）3

1NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校

【はじめに】地域・在宅看護対象論は、1年次2学期に履修し、様々なライフサイクルにある
対象と健康・暮らしを理解する科目である。今回、講義の展開を振り返り、学生が「1.暮ら
しの認識」「2.暮らしと健康の関係」「3.暮らしと環境の関係」についてどのように捉えたか
を明らかにし、効果的な授業方法について検討した。【方法】「自らが車椅子生活になった
場合」を想定して暮らし・健康・環境についてグループワークを行い、授業前後のアンケー
ト結果を質的に分析した。【結果】アンケート結果をカテゴリ－に分類した。1.授業前は住
み慣れた地域での生活や、人との関わりについて着目していたが、授業後は人、物、社会
資源など暮らしに関連するものがより具体的に出ていた。2.授業前から相互関係や影響し
あうことと理解していたが、授業後は暮らしの質の変化や支援によって健康な暮らしに繋
がるとの意見が出ていた。3.授業前から人的環境にも目を向けていたが、授業後にはそれ
ぞれの暮らしに目を向け、影響する環境因子が具体的に挙がっていた。【考察】それぞれの
暮らしに目を向けることで、生活行動にとどまらない暮らしに着目することができたと考
える。また、希望を共有することで、暮らしの多様性や価値観からその人らしい暮らしを
考える機会となり、暮らしの中で独自の生活習慣や価値観を捉える必要性を考えていた。【お
わりに】健康レベルによる暮らしへの影響、生活行動にとどまらない暮らしへの着目や価値
観などそれぞれの暮らしを考える機会となり、「人間」「健康」「環境」が影響し合い個別性
のある生活を営んでいるとイメージできたとことから今回の授業方法は有効であったと考
える。
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P1-74-4
円筒型半導体検出器における至適CT値の決定
松本∙一繁（まつもと∙かずしげ）1、戸川∙謙太（とがわ∙けんた）1、仲山∙暁介（なかやま∙きょうすけ）1、
小嶋∙智大（こじま∙ともひろ）1、池上∙周平（いけがみ∙しゅうへい）1、若畑∙旬弥（わかはた∙じゅんや）1、
川北∙欣弘（かわきた∙よしひろ）1、中村∙光宏（なかむら∙みつひろ）2、植木∙一仁（うえき∙かずひと）3、荒木∙則雄（あらき∙のりお）3

1NHO 京都医療センター放射線科、2京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻、 
3NHO 京都医療センター放射線治療科

【目的】円筒型半導体検出器（ArcCHECK）を使用した患者QAに際し，治療計画装置
（TPS）上でArcCHECKファントムに対して均一な物質密度や電子密度を割り当てること
が一般的である．本研究では，線量計算アルゴリズムAcuros External Beam（AXB）と
Anisotropic Analytical Algorithm（AAA）による患者QAのために，各アルゴリズムに対
して最適な物質密度や電子密度となるCT値を決定した．【方法】メーカーが推奨する方法を
用いて，ArcCHECKファントム中心に対しSAD100 cm，ガントリー角度0度，照射野10 
cm×10 cm，200 MUを照射した．エネルギー毎（6，6FFF，10，10FFF MV）にファ
ントム入射側と射出側の線量比を，ArcCHECKによる測定値とTPS（Eclipse Ver.15.6）
計算値のそれぞれから算出し，その誤差が全てのエネルギーで±1％以内となるCT値を採
用した．また，得られたCT値にてエネルギー毎にTPS上で計算した入射側における線量
を電離箱線量計にて水等価深における実測値と比較した．【結果】ファントムに割り当てる
CT値は，AXBで236 HUであったのに対し，AAAでは310 HUであった．それぞれに採
用したCT値における入射側の計算値と実測値との誤差は全て±1％以内であった．【結語】
ArcCHECKを使用した患者QAに際し，線量計算アルゴリズムの違いにより至適CT値が異
なることを明らかにした．

P1-74-3
放射線治療の品質管理におけるIC Profilerの役割
岩本∙笑佳（いわもと∙えみか）、川口∙達也（かわぐち∙たつや）、澁谷∙皓平（しぶや∙こうへい）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター放射線科

【背景・目的】当院の放射線治療においては、日常的な品質管理を実施するために様々な品質
保証（QA）ツールを活用しており、その中でもProfilerは特に重要な役割を果たしている。
今回、IC Profilerへの更新を行い、従来のシステムとIC Profilerを比較検討し、今後の当
院の放射線治療QAにおける活用を計画している。【方法】東洋メディック社製Profiler2と
IC Profilerの平坦度、対称性、照射野サイズを比較する。【結論】Profiler2とIC Profilerに
有意な誤差はなかった。IC Profilerの導入により、より効率的で正確なQAが可能となり治
療の品質向上に貢献することが期待される。

P1-74-2
前立腺癌に対する強度放射線治療（IMRT）における膀胱用超音波画像診断
装置の有用性
福田∙彩華（ふくだ∙あやか）、大西∙孝志（おおにし∙たかし）、小林∙哲也（こばやし∙てつや）、書川∙拓也（かきがわ∙たくや）、
安達∙睦（あだち∙むつみ）、榎本∙直之（えのもと∙なおゆき）

NHO 姫路医療センター放射線科

【背景】当院では、TomoTherapy（Accuray Inc., Madison, WI, USA）を用いて前立腺
IMRTを行っている。高精度放射線治療である前立腺IMRTでは、前立腺や精嚢といったター
ゲットとリスク臓器の位置関係や、周辺臓器の体積の再現性が重要である。これらが計画
CT時と大きく異なれば、計画時の線量制約は担保されなくなる。そのため腸内ガスや便
の排出、計画的な蓄尿等によって直腸と膀胱の体積を管理する必要がある。ターゲットと
リスク臓器の位置関係や、周辺臓器の体積の把握はIGRTで得られるMVCTが有用である
が、再セットアップが必要となった場合の再撮影による被ばくや、撮影時間の延長が患者
への負担となる。当院では、膀胱の大きさを管理するツールとして膀胱用超音波画像診断
装置キューブスキャンBioCon-900（BioCon900）（Mcube Technology Co.,Ltd.South 
Korea）を使用している。IGRT前にBioCon900を用いることで、被ばくすることなく短時
間で容易に膀胱容量を確認することができる。【目的】放射線治療直前に撮影したMVCTと
Biocon900で得られた膀胱容量を比較し、Biocon900が事前に膀胱容量を確認するツー
ルとして有用であるかを検討した。【方法】当院で実施した前立腺IMRTの患者を対象に、
放射線治療直前に撮影したMVCT画像を放射線治療計画支援ソフトウェアMIM Maestro

（MIM）（MIM Sofrware Inc.,USA）を用いて膀胱容量を計測し、Biocon900の測定値と比
較検討した。【結果】MIMで計測した膀胱容量よりBiocon900で測定した膀胱容量のほう
が小さくなる傾向であった。【結語】Biocon900は、事前に膀胱容量を確認するツールとし
て有用であった。

P1-74-1
DirectDensityを利用した個別最適化画像による高精度放射線治療の基礎
的検討
進藤∙雅之（しんどう∙まさゆき）1、東野谷∙光弘（ひがしのや∙みつひろ）1、辻本∙豊（つじもと∙ゆたか）1、
谷端∙英典（たにばた∙ひでのり）1、水野∙雄貴（みずの∙ゆうき）1、上川∙紗菜（うえかわ∙さな）1、伴∙春奈（ばん∙はるな）1、
名取∙晃大（なとり∙こうだい）1、浜田∙啓祐（はまだ∙けいすけ）1、西野∙敏博（にしの∙としひろ）1、田中∙裕（たなか∙ゆたか）2、
田中∙英一（たなか∙えいいち）2

1NHO 大阪医療センター放射線科、2NHO 大阪医療センター放射線治療科

【目的】DirectDensity（DD）は，得られるCT値が管電圧に依存せず，異なる管電圧を用い
ても治療線量計算結果に影響がないとされ，管電圧の変更によって患者に合わせた最適画
像の取得や被曝線量低減といった個別最適化画像撮影に繋がることが示唆される．DDを
利用した個別最適化画像による高精度放射線治療計画に向けた基礎的検討を行う．【方法】
SOMATOM go.Sim（Siemens）を用いてCatPhan（CP，The Phantom Laboratory）及
びAdvanced Electron Density Phantom（AED，Gammex）を 管 電 圧70，80，100，
120，140 kVで撮影した．其々の管電圧に対して，再構成関数Qr40（通常用），Sd40（電
子密度用DD），Sm40（物理密度用DD）の画像を得た．CPを用いてmodulation transfer 
function（MTF），contrast-to-noise ratio（CNR） 及 びnoise-power-spectrum（NPS）
を評価した．AEDを用いてCT値-密度変換カーブ（CDC）を作成した．AED及びPelvic 
Verification Phantom（BRAIN LAB）に仮想PTVを描画し，2 Gyを投与する多門照射及
びVMATの治療計画を作成した．各再構成関数から得たCDCを用いて線量分布を比較し
た．【結果】MTFはQr40で高い分解能を示した．CNRはSd40及びSm40で高値を示し
た．NPSはSd40及びSm40で低値を示した．Qr40で得たCDCはCT値0付近から変化が
大きくなり管電圧に依存して変化したが，Sd40及びSm40で得たCDCは直線となり管電
圧に依存しなかった．各再構成関数から得たCDCを用いた線量分布比較では多門照射及び
VMAT共にPTVの線量カバーはほぼ同じ値を示した．【結語】DDを利用した個別最適化画
像による高精度放射線治療計画の実現を可能にした．
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P1-75-1
意識障害が遷延した心原性脳塞栓症患者に対し反復した成功体験の獲得に
着目したアプローチを実施し心身機能とADLが改善した一例
手島∙海斗（てしま∙かいと）、沢田∙裕之（さわだ∙ひろゆき）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】脳卒中急性期における意識障害は介入時の阻害要因の一つとして挙げられ、意
識障害が遷延することは、高次脳機能評価や自発性を要する介入、心身機能とADLの改善
を難渋させる。今回、意識障害が遷延した心原性脳塞栓症症例に対して、反復した成功体
験の獲得に着目したアプローチを実施し、心身機能とADLの改善が得られたため報告する。

【症例紹介】症例は70歳代の女性であり心原性脳塞栓症の診断にて当院に入院した。画像診
断では右MCA皮質枝領域に広範囲なDWI高信号の所見がみられた。初期評価において、
JCSは10、表出乏しく、ごく簡単な指示のみ従命可能であった。Bruunstrom Recovery 
stageは左上肢III・手指II・下肢II、全般性注意障害と左半側空間無視（以下、USN）を認め、
ADLは全介助であった。Functional Independent Measure（以下、FIM）は21点であっ
た。【経過】介入では反復した成功体験の獲得に着目しアプローチした。輪入れ・ペグ練習
では、左USNに配慮するために、右側からの視覚探索が途切れない位置に目標物を配置し、
ペグ反転時は、治療者が患者に対して右側から左側への注意を促す声掛けを徹底した。病
棟では、看護師と共同し、食事場面の姿勢調整などADLの環境設定を行った。最終評価で
は、意識障害はJCS 1に改善、上肢機能は著変なし、立位動作を含むADLは軽介助で可能
となりFIMは72点に改善した。【考察】成功体験の獲得は、注意機能に対するアウェアネス
と訓練への意欲を促進させ、介入効果をより高めると報告されている。今回、作業療法場
面と病棟ADL場面にて、患者は反復した成功体験を獲得することで介入時の意欲が向上し、
意識障害とADLの改善が得られたと考えられる。

P1-74-7
胸部VMAT（Volumetric Modulated Arc Therapy）における胸水が与
える線量分布への影響
畑∙瑠夏（はた∙るか）1、中山∙広貴（なかやま∙ひろき）2、首藤∙泰則（しゅとう∙やすのり）1、渡邊∙有輔（わたなべ∙ゆうすけ）1、
伍賀∙友紀（ごか∙とものり）1

1国立がん研究センター中央病院放射線技術部、2国立がん研究センター中央病院放射線品質管理室

【目的】胸部放射線治療中の胸水出現により肺密度の変化が見られることがあり、標的に対
する線量およびリスク臓器の線量に影響を与えることが報告されている。本研究では胸部
VMATにおいて胸水の貯留量に対する線量変化を評価した。【方法】当院で治療を行った3
期肺癌患者5例を対象にした。PTVの頭尾方向の範囲において両肺に胸水を模擬した輪郭
を計画CT画像上で背側から0.5、1、2、3、4、5 cmをそれぞれ作成し、水の密度を割り
当て、オリジナルの治療計画を用いて再計算させた。その際オリジナルの治療計画のMU
値固定で計算した。線量評価指標としてPTVのD98%、D95%、D50% [%]と肺のV20Gy、V5Gy [%]
を用い、胸水の変化量との関係を求めた。【結果】全症例においてPTVの線量は胸水の増加
に比例して減少した。PTVと胸水の増加の関係は強い負の相関を示し、相関係数（平均値（最
小～最大））はD98%で0.96（0.90 ～ 1.0）、 D95%で0.95（0.90 ～ 1.0）、D50%で0.95（0.86
～1.0）であった。近似直線より求めた傾きより、PTV線量は胸水1 cmあたり、D98%: 0.40%、 
D95%: 0.35%、D50%: 2.1%低下した。肺線量と胸水の増加の関係も強い負の相関を示し、
相関係数（平均値（最小～最大））はV20Gyで0.96（0.81 ～ 1.0）、V5Gyで0.99（0.98 ～ 1.0）
であった。胸水1 cmあたり、V20Gy:2.0%、V5Gy:2.0%低下した。【考察】当院の胸部VMAT
では腕のセットアップ誤差が線量分布に与える影響と肺線量低減を目的に側方のビームを
止めているため、線量分布が前後方向に広がった照射を行っている。胸水貯留に伴い肺体
積は小さくなるが低～中線量域の線量は胸水が貯留した領域を通過するために肺線量は低
下したと考えられる。

P1-74-6
平面検出器を用いた簡易的なMLC相対位置精度の評価法の検討
藤田∙芳規（ふじた∙よしき）、廣重∙徹（ひろしげ∙あきら）、田渕∙耕介（たぶち∙こうすけ）、向井∙雄樹（むかい∙ゆうき）、
吉田∙昌平（よしだ∙しょうへい）、中平∙敦樹（なかひら∙あつき）

NHO 四国がんセンター放射線科

【背景・目的】強度変調放射線治療（IMRT）では急峻な線量勾配をMLCを用いて実現し、その
方法はsegmental MLC（SMLC）法と、dynamic MLC（DMLC）法の2つの方法がある。そ
の中でもDMLC法はMLCが連続的に動くことで線量分布を作成するため、MLCの相対位
置精度は線量投与に大きく影響し、IMRTにおける物理技術ガイドラインでは許容レベルは
0.2mmとなっている。この相対位置精度を評価する試験としてDMLC出力比試験がある。
放射線治療を安全に行うためには上記のMLC相対位置精度ほか、多くの項目に関して品質
管理を行う必要があるため、品質管理の簡便化が求められる。本研究では、DMLC出力比
を設置が容易な平面検出器で測定し、電離箱線量計での測定結果と比較することで、簡易
的なMLC相対位置精度の評価が可能であるか検討した。【方法】平面検出器はDaily QA3

（Sun Nuclear）を用いた。まず、リーフギャップを5.0mm、5.2mm、5.5mm、6.0mm
と変化させた時のDMLC出力比をDaily QA3、電離箱線量計のそれぞれ測定し、リーフ
ギャップと測定値の関係を明らかにした。次にリーフギャップ5.0mmとしたときのDMLC
出力比を一定期間測定し、測定値に対して有意差検定を行い電離箱線量計とDaily QA3を
比較した。【結果・結論】0.2mmのギャップエラーを検出すると電離箱線量計では2.3％、
Daily QA3では1.8％の線量誤差が発生することが明らかになった。DMLC出力比を一定
期間測定した結果、電離箱線量計、Daily QA3ともに0.2mmのギャップエラーとなる測
定値を超えることはなかった。また有意差検定を行ったところ有意差は認められなかった。
以上の結果からDaily QA3はDMLC出力比試験に使用ができる可能性が示唆された。

P1-74-5
円筒型半導体検出器を用いた異なる線量計算アルゴリズムによる患者QA
の比較
戸川∙謙太（とがわ∙けんた）1、仲山∙暁介（なかやま∙きょうすけ）1、松本∙一繁（まつもと∙かずしげ）1、
小嶋∙智大（こじま∙ともひろ）1、池上∙周平（いけがみ∙しゅうへい）1、若畑∙旬弥（わかはた∙じゅんや）1、
川北∙欣弘（かわきた∙よしひろ）1、中村∙光弘（なかむら∙みつひろ）2、植木∙一仁（うえき∙かずひと）3、荒木∙則雄（あらき∙のりお）3

1NHO 京都医療センター放射線科、2京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻、 
3NHO 京都医療センター診療部放射線治療科

【目的】円筒型半導体検出器（ArcCHECK）を用いた患者QAにおいて，線量計算アルゴリズ
ムAcuros External Beam（AXB）とAnisotropic Analytical Algorithm（AAA）でのγパ
ス率を比較した．【方法】はじめに，メーカーが推奨する方法を用いて治療計画装置（TPS）
上でArcCHECKファントムに対して割り当てるCT値を，AXB及びAAAのそれぞれにお
いて決定し，その妥当性を実測でも確認した．次に，AXBを用いた場合のγパス率（3%/2 
mm，閾値10％）が95%未満であった過去症例からエネルギー毎に5例ずつランダムに選
択し，TPS上でMU値とビーム配置を同一としてAAAにて再計算した．AAAを用いた場合
のArcCHECKに対する至適CT値にてDose calibrationを行った後，AAAで計算した場
合のγパス率をAXBで計算した場合のγパス率と比較した．【結果】AXBのγパス率と比較
して，AAAのγパス率は6 MVで4.6±1.0%，6FFF MVで6.2±2.3%，10 MVで7.9
±4.0％，10FFF MVで6.3±1.8%高く，γパス率は全20例中15例で95％を上回り，
残りの5例においても93%以上であった．【結語】ArcCHECKを用いた患者QAにおいて，
TPS上のArcCHECKファントムに対して至適CT値を割り当てたとしても，AXBとAAAで
γパス率が異なることを明らかにした．
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P1-75-5
Pushingにより姿勢保持に難渋した症例
藤井∙ひかり（ふじい∙ひかり）、山原∙史裕（やまはら∙ふみひろ）、岡田∙直秀（おかだ∙なおひで）、上野∙俊之（うえの∙としゆき）

NHO 大阪医療センターリハビリテーション科

【はじめに】脳梗塞BADタイプにより麻痺の進行を認めた症例に対してトイレ座位自立を目
標に介入し結果・今後の展望について以下に報告する。

【症例紹介】80歳代男性、入院前ADL自立。X年Y月Z日左下肢脱力を主訴に当院搬送、Z
＋2夜間より麻痺進行を認め、翌日よりリハビリ開始。開始時GCS456だが閉眼傾向で覚
醒低下あり、左BRS1-1-2と重度運動麻痺を認め、感覚障害は表在深部覚共に下肢中心に
軽度鈍麻を認めた。端座位は右上肢のpushingを認め座位保持困難であった。認知機能は
HDS-R26点と年相応に保たれていた。またADLは食事を除き全介助であった。

【経過】本症例は覚醒不良とpushingが問題点と考え介入。座位保持練習として右手掌支持
での端座位練習から開始。当初セラピスト主体で左臀部への荷重を促し学習させることで
姿勢安定化を図った。その後、介入方法を変更しクッションを利用し右前腕支持での端座
位練習を実施。また症例主体で左臀部に重心移動を促しやすいよう声掛けも実施。さらに
車椅子座位で簡単な作業活動を実施することで持続的な覚醒を促し覚醒向上も図った。

【結果】GCS456、BRS2-2 ‐ 3、座位保持は改善認め口頭指示で右側へ荷重可能となり、右
前腕支持で1分程度保持可能となった。しかしpushingや覚醒低下は残存しトイレ場面で
は座位保持困難でADLは改善を認めなかった。

【考察】右前腕支持での座位保持練習に変更することで適切に感覚情報が入力され座位保持
能力向上に繋がったと考える。しかしpushingや覚醒低下は残存しており実際のトイレ場
面では座位保持が困難であった。そのため今後も感覚情報を意識した座位保持練習に加え、
覚醒を促す作業活動は必要であると考えられる。

P1-75-4
非麻痺側での過度な押し返しが生じた重度Pusher現象症例に対し、腹臥
位療法を実施した経験
那須野∙輔（なすの∙たすく）

NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科

【はじめに】脳卒中後の重度なPusher現象により、基本動作やADLにおいて姿勢の崩れが
顕著であった症例に対し、急性期より腹臥位療法にて座位姿勢の改善が図られたため報告
する。【症例情報と経過】80歳代の女性　右利き　病前ADL自立　X日に右被殻出血発症　
X＋3日よりリハビリ開始　X＋11日より腹臥位療法、X＋17日にリハビリ病院へ転院。

【作業療法評価】Br-stage：Lt上肢2、手指1、下肢2　表在・深部感覚重度鈍麻　高次脳機能：
HDS-R20/30点、線分抹消試験：20/36　線分二等分線：3/9と左半側空間無視＋、SCP
は合計6点　BLSは背臥位0点　端座位3点　立位4点　移乗2点　歩行3点であった。非
麻痺側上下肢での麻痺側後方への押し返しが著明、車椅子座位はポジショニングをしても
麻痺側へ姿勢が崩れる様子が目立った。【介入内容と最終評価】X+11日より一般的な作業
療法後（鏡や輪入れを利用した座位訓練）に10分間の腹臥位療法を5日間実施した。X+17
日には腹臥位療法後に座位保持可能となり、SCPは6点→3.75点、BLSは端座位のみ3点
→0点に改善した。その他の項目は改善が得られなかった。車椅子座位はポジショニングに
て正中位保持が可能となった。【考察】重度なPusher現象症例に対する介入として腹臥位療
法による改善が報告されており、本症例に実践したところ改善を認めた。腹臥位療法によ
り過度な非麻痺側での押し返しが軽減されることで座位や立位が安定し、より効果的な介
入が可能となることが考えられる。Pusher現象は最終的なADL自立度のゴール達成までの
時間が遅延することが報告されているため急性期より改善をはかることが重要であり、腹
臥位療法はその手段として有用と考える。

P1-75-3
左被殻出血により注意機能障害を呈した症例にVR神楽を導入し、更衣動
作自立につながった一例
小田∙渉（おだ∙わたる）、岸∙純子（きし∙じゅんこ）、加藤∙伸一（かとう∙しんいち）

NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科

【はじめに】重度の注意障害で更衣動作における安全性配慮困難な事例に対し、動作時の注
意機能障害の改善を目的に神楽を導入、更衣動作自立に繋がった一例を報告する。【症例紹
介】20代男性、左被殻出血神経症状：Brs（R）上肢II、手指II、下肢II 認知機能：失語の為
MMSE・FAB不可、TMT（A）75秒　更衣動作では下衣の裾が通っていないまま立ったり、
立位でバランスを崩したままズボンを上げようとするなど安全性の配慮に欠けていた。【経
過】注意機能に対し違い探しなど机上課題を中心に導入し、約1か月で机上課題では目立た
なくなったが、更衣等の動作場面では下衣の裾が通ってないまま立ったり、立位でバラン
スを崩したままズボンを上げようとするなど安全性の配慮低下が目立った。また、他者が
通ると目で追い動作が止まる場面など見られた。その為、動作時の注意機能改善目的に神
楽導入した。約2カ月、下衣は見守りで可能になり、上衣は袖の通した後の位置や服の把持
する場所を口頭指示で伝えると概ね一人で実施可能となった。中間評価ではMMSE17点、
FAB8点、TMT（A）56秒（B）118秒と改善していた。その後、毎朝見守り下で着替えを行
い、更衣動作自立に至った。【考察】更衣動作が自立に至った要因として以下の4点を考えた。
神楽を使用することで机上活動のみでは限界のある動作時の注意機能に直接介入が行えた。
視覚からの情報を極限まで排除することで他の刺激に注意が逸れずに集中して取り組めた
こと、左右交互へリーチングをすることで体幹の深部筋の賦活やバランス能力の向上につ
ながったこと、精査はできていないが固有感覚の再教育に繋がった可能性があるというこ
とが考えられた。

P1-75-2
脳梗塞により重度四肢麻痺を呈し抑うつ傾向となった急性期患者に対す
る、早期パソコン操作獲得によりQOL向上を目指した一例
鈴木∙光流（すずき∙ひかる）

NHO 千葉医療センターリハビリテーション科

【始めに】脳梗塞にて四肢麻痺を呈し抑うつ傾向の患者に対し早期よりホープであるパソコ
ン操作獲得の過程において身体的、精神的QOLの向上を認めたので以下に報告する。【症例】
鉄道会社に勤めており小説の読み書きが趣味の60代男性。既往に小児麻痺（ADL自立）あ
り。眩暈で他院受診中に症状増悪し当院搬送。両側延髄梗塞の診断あり四肢麻痺、構音障害、
呼吸障害を発症。BRS右1 ～ 2、左上肢手指3下肢1、感覚、認知機能に著名な障害なし。
口頭での疎通が難しく文字盤使用。酸素吸入3.0Lとメラチューブにて酸素維持。抑うつ傾
向で感情失禁や悲観的言動が多く見られる。【経過】発症3日目より介入。1週目は急性期管
理にてベッド上介入。2週目より離床するも耐久性、酸素低下あり。離床意欲がある反面悲
観的言動が見られる。離床の目標としてパソコンで小説を読む事を共有。機能訓練と共に
離床時間増加を図り、介入時以外の時間もベッドアップ姿勢で過ごす。3週目から座位時間
増加、上肢機能の評価結果も改善を認める。酸素化改善ありメラチューブ離脱。4週目には
車いす座位が2時間程可能となりパソコンを介助で操作。小説を読む以外にブログを作成
し自作小説を発信する場として活用していく。【考察】身体的喪失により意欲や関心をも喪
失する過程で作業療法介入にて希望を見出す事ができた症例であった。後遺症の残存が予
測される患者に対し身体的QOLの維持、向上と並行し精神的QOLの向上も重要と考える。
パソコン操作を通し趣味の再獲得により精神的QOLの向上を図った事で身体機能の向上に
も繋がった事が推測できる。機能が向上する事で次の希望も見出すという循環の中でQOL
が向上したと考えられる。
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P1-76-2
演題取り下げ

P1-76-1
病院トイレの改修による効果
諸岡∙賢治（もろおか∙けんじ）1、伊藤∙絵理（いとう∙えり）1、冨岡∙千花子（とみおか∙ちかこ）2

1NHO 本部財務部整備課施設整備企画室・設計室、2癒しのトイレ研究会構成員

病院のトイレは、患者様の療養生活において欠かせない重要な場所です。いま、建物の老
朽化に伴い、外来や病棟のトイレの衛生環境、使い勝手、安全面などに問題を抱える病院
が多く存在します。運営を継続しながらトイレを改修することは制約があり容易ではあり
ませんが、トイレ改修によって、患者様とスタッフの安全・安心はもちろんのこと、自立
の促進、衛生環境向上による感染リスクの軽減、介助負荷軽減による時短、維持管理・清
掃管理の効率化、節水・省エネによる経費削減など、ソフト面でさまざまな効果を生み出
します。一番清潔でなくてはならない病院、そして、毎日多くの患者様やスタッフが利用
されるトイレだからこそ、一度、既存のトイレについて考えてみてはいかがでしょうか。

P1-75-7
脳血管障害患者の運転再開状況についてアンケートを用いた調査
中津川∙泰生（なかつがわ∙たいせい）

NHO 栃木医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
脳血管障害患者の自動車運転再開は,日常生活や社会復帰に重要な要因となっており,当院
でも運転再開を希望する患者は多い.当院においては回復期病院を経由せずに自宅退院とな
る患者が40％存在しているが,退院後の運転状況については把握されていなかった.そのた
め今回は当院を退院した患者とその家族に対してアンケートを用いて退院後の自動車運転
状況を調査した.

【対象と方法】
自動車運転再開の希望があり,脳卒中ドライバーのスクリーニング検査を実施したのち回復
期病院に転院した者を含めて自宅退院をな合った患者を対象とした.当院を退院したのち
6 ヶ月経過後に当院リハビリテーション科で作成したアンケートを送付した.設問は患者と
その家族に対して行い,患者には「運転の許可・状況・頻度」,「1回の運転時間」,「危険場面の
遭遇や事故の経験」を,家族には「患者の運転に同車した経験」と「運転再開する思い」につい
て調査した.

【結果】
アンケートの回収率は38/50人と76％であった.運転再開した人は32人で未再開は6人で
あった.主治医による判断で「運転は控える・禁止」とされた5/9人は運転を再開していた.家
族アンケートでは「患者の運転に同車した経験」は32/38人であり,運転をすることに対し
て「仕方がない」と答えたのが9/32人,「やめてほしい」と答えたのが2/38人であった.

【結語】
Colmanらは家族教育が運転再開に関与するとしており,運転再開には患者の取り巻く環
境整備が望まれている.自験例においては「患者の運転する車に同乗したことがある」が約
84％を占めていることから家族の視点でも運転評価が実施されているため自動車運転にお
ける家族教育の重要性を感じた.

P1-75-6
当院における急性期脳損傷患者自動車運転評価の現状と課題
山重∙佳（やましげ∙けい）1、北原∙雅代（きたはら∙まさよ）1、岡本∙浩義（おかもと∙ひろよし）2、松尾∙恵（まつお∙めぐみ）1、
安達∙美香（あだち∙みか）1、古賀∙翔（こが∙しょう）1、岡村∙武（おかむら∙たけし）1、杉森∙宏（すぎもり∙ひろし）3

1NHO 九州医療センターリハビリテーション部、2NHO 大分医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 九州医療センター脳血管神経内科

【はじめに】急性期脳損傷患者の退院支援の際に自動車運転を希望される患者が非常に多い。
運転支援において有効な検査や認知機能についての知見が蓄積されているが、医療者側の
統一した見解もまだないため、医療現場での運転の可否について難渋することが多い。当
院では2023年より運転シュミレーター（以下DS）を導入し入院早期からの自動車運転支援
に取り組んだのでその現状を報告する。【対象】2023年4月から2024年3月に入院した脳
損傷患者のうち運転希望があり当院運転評価フローチャートにて対象となった83名。【方
法】性別、年齢、疾患名、病巣部位、評価時Barthel Index（以下BI）、視野障害の有無、転
帰、神経心理学的検査（MMSE,HDS-R、FAB）、DS検査結果を後方視的に調査した。【結
果】男性66名、女性17名、年齢は64.4±11.6歳であり、脳梗塞67名、脳出血7名、そ
の他9名、病巣は右側34名、左側37名、両側12名であった。BIは99.2±3.0点、視野
障害あり7名で転帰としては自宅46名、外来リハ28名、転院9名、MMSE27.6±3.8点、
HDS-R26.6±3.9点、FAB15.7±2.0点であった。転帰の3群間とDS検査結果の比較で
は選択反応検査の速さとの間に有意差を認めた（p＜0.01）【考察】先行研究等から複数の
認知機能が運転技能予測に関与する可能性が示されており急性期での運転の可否は難しい。
ただDSの結果をうまく活用することで、これまで見落としていた可能性のある運転支援の
必要な患者を、見落としなくより専門的な施設へ紹介可能になると考えられる。このこと
が急性期での自動車運転評価の意義であり、今後も継続していく必要があると思われる。
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P1-76-6
メディカルアシスタント室を有効活用したがん専門病院のPatient flow 
management
上野∙あずさ（うえの∙あずさ）1、須田∙未奈子（すだ∙みなこ）1、隈部∙美希子（くまべ∙みきこ）1、熊谷∙実香（くまがい∙みか）1、
石渡∙さやか（いしわた∙さやか）1,3、栗原∙美穂（くりはら∙みほ）2、西澤∙祐吏（にしざわ∙ゆうじ）1,3

1国立がん研究センター東病院メディカルアシスタント室、2国立がん研究センター東病院看護部、 
3国立がん研究センター東病院クオリティマネジメント室

はじめに
がん専門病院においても, よりよい質の医療を提供するため, 医師を含めたすべての医療ス
タッフと連携した, タスクシフトやタスクシェアを推進する必要がある. 2021年より医師
事務作業補助者（医師事務）を中心としたメディカルアシスタント室（MA室）を組織化し, 
組織横断的に医師事務を配置して, Patient flow management（PFM）を支える取り組み
を行ってきた. PFMの実際とMA室の活用について報告する. 
取り組み方法
MA室では，外来予約カウンターを設置し医師の診察予約検査オーダーなど代行入力をセン
ター化し対応するシステムを構築した．各オーダーは日程調整から代行し, 医師のタスクシ
フトと患者外来待ち時間の改善に努めてきた. 代行入力では, 医師の指示と事後承認が担保
できるよう, 電子カルテのテンプレートを用いたシステムを作成し, 検査の予約漏れ･誤り
を防止する運用を確立した. また, 入院準備センターでは, 外来診療から入院治療・手術に
向けたサポートをシームレスに実施できるよう医師・看護師と連携しPFMにおける業務の
タスクシフトやタスクシェアの体制を構築した. 
結果と考察
院内の目標Quality indicatorの一つとして, 外来待ち時間を設定している. 2020年度か
らの目標値は, 1時間以上の外来待ち時間割合を6％以下としてきた. 2023年度には4％台
まで改善している. PFMに医師事務が関与することで, 働き方改革と患者満足度の推進に繋
がった事例であり, 質の高いがん医療の提供に寄与したと考えられる. 今後PFMをさらに
発展させるためには, 今以上に高齢がん患者や治療の個別化･高度化に対応する必要があり, 
医師事務の教育とタスクシェアの推進は取り組むべき課題である. 

P1-76-5
病院内売店の満足度向上について考える
村田∙昌史（むらた∙まさふみ）、有村∙博治（ありむら∙ひろはる）、吉水∙のどか（よしみず∙のどか）、木下∙璃子（きのした∙りこ）

NHO 舞鶴医療センター企画課

【背景】病院内売店は、患者さんが日用品や衛生用品を購入し、快適な入院生活をするため
の場であるとともに、院内スタッフにとっても勤務の合間に気軽に食事が摂れる場所とし
て利便性があり快適な勤務環境を提供する場である。新型コロナウイルス感染症の5類感染
症移行後、売店の来店者数は前年度と比較し増加しているが、経営状況は依然赤字が続い
ていることから病院側で支援可能な方策を検討し病院内売店の満足度の向上について考え
ることとした。【取り組み】店舗の運営状況に関するデータ（収支状況、時間帯別平均売上、
時間帯別平均客数等）を入手し状況を把握するとともに、職員への売店に関する希望および
満足度を調査することとした。また、現在設置されているイートインや休憩スペースの利
用状況についても調査することとした。【今後の方針】今後も定期的に調査を実施し、現状
の方式にとらわれず患者や職員のニーズにあったサービスの提供を実施することで満足度
を向上させ、病院内売店健全な経営を支援していきたいと考える。

P1-76-4
演題取り下げ

P1-76-3
自動音声案内導入に伴う電話交換業務効率化について
増本∙照明（ますもと∙てるあき）

NHO 舞鶴医療センター事務部管理課

【背景】
当院の電話交換業務は非常勤職員4名と、常勤職員6名で行っているが、交換ルールの複雑
さ等により、1件辺りの交換業務に時間を要することも多く、患者サービス向上や、業務の
負担軽減の観点から効率化を図る必要があった。

【目的】
令和6年2月に電話交換機の入替があり、自動音声案内を導入が可能となったため、これを
機会に交換業務における問題点の洗い出し、業務整理を行い、電話交換業務の効率化を図る。

【活動の内容】
令和6年3月11日から15日の5日間の期間、交換業務内容、及び対応にかかった時間につ
いて調査を行った。この期間中に793件の交換業務を行っており、それらの内容を分析し、
現状の問題点の洗い出しを行った。分析により、患者からの予約変更電話の交換ルールが
複雑であることから、予約変更の担当者に電話が繋がるまで平均1分30秒以上の時間がか
かっていることも判明した。
その後、自動音声案内導入ワーキンググループを立ち上げ、上記分析を元に音声案内の分
岐内容の検討、予約業務のセンター化等業務整理に取り組んでいる。

【活動の評価】
令和6年夏季には自動音声案内を導入し、導入後の交換業務の調査を実施し、その結果と導
入前の調査を比較することにより、取組の成果について検証する。

【今後の課題】
自動音声案内導入により患者サービスや業務効率の低下が発生していないかについても併
せて検証し、継続して課題解決を図りたい。
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P1-77-3
安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導実施率改善への取り組み
中尾∙佳世（なかお∙かよ）、園田∙美樹（そのだ∙みき）、齋藤∙巨樹（さいとう∙おおき）、小園∙亜希（こぞの∙あき）、
湊本∙康則（みなもと∙やすのり）

NHO 熊本医療センター薬剤部

【目的】国立病院機構は、良質な医療の提供を目的として臨床評価指標を作成している。熊
本医療センターは、2019年に「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率」を重
点指標として選択し、取り組みを開始した。2020年には目標値50％を達成していたが、
2021年以降減少していた。そこで服薬指導実施率減少の要因を明確化し、課題解決の取り
組みを進めたので報告する。【方法】診療情報管理士と連携し、1）薬剤管理指導料1として
未算定の多い薬剤、2）病棟毎の服薬指導実施率、3）算定対象患者における服薬指導実施率
と算定状況について、EFファイルデータを用いて抽出した。データを解析し、明らかになっ
た問題点と対策を薬剤部内で定期的に共有した。【結果】カリウム製剤（注射薬）やトラゾド
ン等の特定薬剤で未算定の割合が多い、病棟毎で実施率に差がある、服薬指導を実施して
いるにも関わらず算定漏れがあること等が明らかになった。取り組みを進めた結果、徐々
に実施率は上昇した。【結論】原因を分析し、問題点を絞って対策を実行したことで、各薬
剤師の業務負担を大幅に増やすことなく、「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実
施率」を改善することができた。また、薬剤部全体で取り組みを進めたことで安全管理が必
要な医薬品への意識が向上し、服薬指導の質の向上と安全な薬物療法の提供に繋げること
ができた。薬剤師の業務拡大や部員の配置換え等で実施率を維持することは難しいが、各
部門と連携を図り、取り組みを継続することで、「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指
導の実施率」を今後も維持していくことが重要であると考える。

P1-77-2
「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率」の目標達成に向けた
取り組み
小井土∙啓一（こいど∙けいいち）1、押賀∙充則（おしが∙みつのり）1,2、水島∙淳裕（みずしま∙あつひろ）1、小池∙健志（こいけ∙たけし）1、
畑山∙賢輔（はたやま∙けんすけ）1、新藤∙学（しんどう∙まなぶ）1

1NHO 横浜医療センター薬剤部、2NHO 千葉東病院薬剤部

【背景】
2023年度における横浜医療センター（当院）の重点指標として「安全管理が必要な医薬品に
対する服薬指導の実施率」が指定された。2022年度実績は49.4%だったため、目標（50％）
達成に向けて分析と対策が必要となった。

【現状分析1】
当院の服薬指導実績（薬剤管理指導全請求数）は2020年度がピークであったが、以降、算
定件数は減少傾向である。対象患者数が減少しているわけではなく、有形無形の他業務増
加によるものである。なお、2020年当時から45％の部員が入れ替わっている。

【現状分析2】
「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導」に該当する「薬剤管理指導料1」の積極的な算
定は従前より薬剤部目標の一つであったが、慎重姿勢の部員が多かった。

【現状分析3】
「実施率」の速報値算出が困難であったので、代替え指標となりうるパラメータを探索した
が近似する優良な指標は検出できなかった。

【対策】
「薬剤管理指導料1」の算定数（実数）を代替え指標として設定した。薬剤部員に対して、算
定増のための指導を行った。具体的には算定要件を再周知し「取るべき症例」「取れる症例」
を確認した。自己判断での「薬剤管理指導料2」は不適切であること、算定送信後に要件達
成となる場合には、算定の上書きが可能であることを伝達した。

【結果】
2023年度の「薬剤管理指導料1」の算定数は第1四半期：1940件、第2四半期：2321件、
第3四半期：2487件、第4四半期：2242件であった。「実施率」は第1四半期：52.0％、
第2四半期：55.9％と、目標達成できており、通年での達成を見込んでいる。

P1-77-1
安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率を上げるために
金澤∙郁夫（かなざわ∙いくお）1、小嶋∙一央（こじま∙かずひろ）1、笹浪∙和浩（ささなみ∙かずひろ）2、太田∙郁夫（おおた∙いくお）3、
佐々木∙顕（ささき∙けん）4、工藤∙涼子（くどう∙りょうこ）5、大森∙勇太（おおもり∙ゆうた）6、和田∙千鶴（わだ∙ちづ）7

1NHO あきた病院薬剤科、2NHO あきた病院医事課、3NHO あきた病院管理課、 
4NHO 釜石病院経営企画室、5NHO あきた病院地域医療連携室、6NHO あきた病院療育指導室、 
7NHO あきた病院副院長

【背景】当院は、神経難病病棟、重心病棟等を有する計 340 床の病院である。本指標の実施
率は令和 4 年度は0%で実施できなかったため安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導
の実施率向上のために取り組んだので報告する。【目的】安全管理が必要な医薬品に対する
服薬指導の現状や課題を明らかにし、具体的な対策を人、環 境、システム、方法の管理の
視点から提案・実践することで実施率を向上させる。【方法】令和 5 年度の入院患者を対象
とし、本指標の実施率を算出した。算出方法は、主要評価とし て、分母を「特に安全管理
が必要な医薬品が処方された患者数」、分子を「分母のうち指導料1を算定した患者数」とし
た。副次評価として、分母を「服薬指導を実施した患者で特に安全管理が必要な医薬品が処
方された患者数」、分子を「分母のうち指導料1を算定した患者数」とした。【結果・考察】本
指標の実施率は主要評価については 16.0％、副次評価については72.0％であった。人の管
理として病棟担当者、業務分担の変更を行い業務の偏りは少なくなったが病棟業務時間に
偏りがあった。環境の管理として調剤業務の軽減を行い病棟業務時間の確保ができた。方
法の管理として他職種の情報を共有し病棟毎に入院から服薬指導実施までの手順作成によ
り患者情報を把握することができた。今回の取り組みでは、人、環境、システム、方法の
管理について明らかにすることで、安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導を実施する
までの流れを視覚化できた。今後は、スケジュールに病棟業務時間を割り当てることも検
討し、また、他職種との関わりを更に強くし情報共有することで更なる実 施率の向上を目
指したい。

P1-76-7
病棟担当制導入の効果について
峰松∙俊介（みねまつ∙しゅんすけ）

NHO 長崎病院リハビリテーション科

【はじめに】当院リハビリテーション科では、2023年10月より院内感染対策として病棟担
当制と称し、各病棟に専属の理学療法士・作業療法士を配置した。今回、病棟担当制導入
前後の実績を比較し、導入効果を明らかにすることを目的とする。【対象および方法】リハ
ビリテーション科スタッフ構成は、理学療法士9名、作業療法士6名、言語聴覚士2名の総
数17名である。調査対象療法士は、一般病棟（重心病棟を除く）の専従となった療法士、理
学療法士7名、作業療法士6名とした。調査項目は、療法士一人当たり、一日の実施件数、
実施単位数、超過勤務時間とし、病棟担当制導入の前後、上半期（2023年4月～ 9月）と
下半期（2023年10月～ 2024年3月）で比較検討した。【結果】療法士一人当たり一日の実
施件数は、上半期8.7件、下半期8.1件。実施単位数は、上半期13.7単位、下半期13.8単位。
出勤日当たり実施件数は、上半期9.5件、下半期8.6件。出勤日当たり実施単位数は、上
半期15.0単位、下半期15.6単位へ増加。超過勤務時間は、上半期182時間、下半期107
時間で、大きく減少した。また、感染対策として導入した病棟担当制であったが、導入後、
クラスター発生するも、全病棟へのリハビリテーションが中断するということはなかった。

【考察】今回の調査で、出勤日当たりの実施単位数は増加し、超過勤務時間は大きく減少す
るという結果になった。これまで、全病棟にまたがって、各療法を展開していたが、導入後、
病棟間移動が少なくなったことで、療法以外業務の縮減が単位数増加および超過勤務時間
の減少につながったと推察される。
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P1-77-7
病院内でのHazardous drugs投与方法の違いが保険薬局における抗がん
薬曝露状況に及ぼす影響：実態調査
小室∙雅人（こむろ∙まさと）1,2、野村∙久祥（のむら∙ひさなが）3、古屋∙貴人（ふるや∙たかと）4、
村上∙明男（むらかみ∙あきお）5、長尾∙嘉真（ながお∙よしまさ）6、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）6、松本∙拓真（まつもと∙たくま）7、
堀田∙修次（ほりた∙しゅうじ）7、高田∙慎也（たかだ∙しんや）8、宇田川∙涼子（うだがわ∙りょうこ）9、田頭∙尚士（たがしら∙ひさし）10、
田坂∙友紀（たさか∙ゆき）10、福田∙和希（ふくだ∙かずき）10、新開∙史崇（しんかい∙ふみたか）10、久松∙大祐（ひさまつ∙だいすけ）11、
坂本∙靖之（さかもと∙やすゆき）12、尾崎∙誠一（おさき∙せいいち）13、安田∙祐里奈（やすだ∙ゆりな）14、槙∙恒雄（まき∙つねお）14、
西村∙富啓（にしむら∙たかひろ）15

1国立国際医療研究センター医療情報基盤センター、 
2国立高度専門医療研究センター医療研究連携推進本部JH基盤課、3京都大学医学部附属病院薬剤部、 
4順天堂大学医学部附属順天堂医院薬剤部、5NHO 災害医療センター薬剤部、 
6NHO 東京医療センター薬剤部、7NHO 四国がんセンター薬剤部、8NHO 北海道がんセンター薬剤部、 
9国立がん研究センター中央病院薬剤部、10NHO 岡山医療センター薬剤部、 
11NHO 九州がんセンター治験・臨床研究推進室、12NHO 呉医療センター薬剤部、 
13NHO 関門医療センター薬剤部、14NHO 広島西医療センター薬剤部、 
15国立国際医療研究センター病院薬剤部

背景 
揮発性抗がん薬であるシクロホスファミド（CP）は、医療従事者に職業性曝露リスクがある。
閉鎖式薬物移送システム（CSTD）の利用は、治療施設内での汚染を軽減するが、治療施設
外の影響を調査した報告は限られている。本研究では、近隣薬局におけるCPの汚染状況を
調査し、治療施設外での汚染拡散の実態を把握することを目的とした。
方法 
CPを使用する10病院の近隣にある24軒の保険薬局で、ワイピング試験とアンケート調
査を実施した。保険薬局における汚染状況の測定場所は、服薬指導カウンター（25cm×
25cm）からサンプルを採取し、東芝ナノアナリシスに分析を依頼した。
結果 
投与時にCSTDを使用する病院は9病院あり、全保険薬局24件のうち21軒（87.5％）が近
隣であった。ワイピング試験の結果、CPが5保険薬局（20.8％）から検出（0.1-3.1ng）され
たが、いずれもCSTDを使用する病院の近隣薬局であった。アンケート調査では、すべて
の保険薬局で清掃を実施し、そのうち21軒は1日1回清掃をしていた。また、20軒の保険
薬局がアルコールを使用して清掃を実施していた。
考察
近隣病院のCSTDの使用状況や保険薬局の状況にかかわらず、保険薬局にもCPの影響が及
んでいることが明らかになった。特にがん患者を受け入れている保険薬局では、職業性曝
露対策を意識した清掃が必要であると考えられる。

P1-77-6
モニターアラームコントロールチーム活動報告－医師の立場から
三方∙崇嗣（みかた∙たかし）、土屋∙仁（つちや∙ひとし）、佐藤∙孝宏（さとう∙たかひろ）、平井∙敦（ひらい∙あつし）、
中村∙智子（なかむら∙ともこ）

NHO 下志津病院神経内科

【緒言】当院では筋ジス病棟重心病棟併せて常時100台近くの人工呼吸器が稼動しており、
全例安全対策としてSpO2モニターを装着している。一般病床でのモニターアラーム利用
者もおり、院内ではおよそ120台以上のモニターが稼働しているが、アラーム対応を仕切
れていないことが多い。昨年までにアラーム疲労と考え、不必要なアラームが減るように
設定変更などを行った。【目的及び方法】アラーム対応の現状把握と改善を目的に、医師・
臨床工学技士・看護師2名・専門職の5名でモニターアラームコントロールチーム（以下
MACT）を結成し、各病棟に月1回ラウンドした。実際のモニターへの対応の確認、アラー
ム設定の方法などチェック項目を決め当該病棟看護師に質問した。アラームの意味など基
礎的な知識も確認した【結論】ラウンドすることによりモニターへの対応の改善は見られた
が、個人の質による差が大きかった。アラーム疲労にすら至っていないのに対応に不備が
あると思われる病棟もあり、なぜモニターが必要か、アラーム設定の意味など基本的な教
育の必要性が明らかになった。

P1-77-5
RRSのための院内急変コール入院症例における重要課題の模索
橋爪∙俊和（はしづめ∙としかず）、宮井∙美幸（みやい∙みゆき）

NHO 南和歌山医療センター医療安全管理室

【目的】医療の質向上の一環として、入院患者の急変兆候を捉えて対応する院内迅速対応シ
ステム（RRS）の整備が必須とされている。中規模以下の施設では人員などの面でその稼働
がままならない実情もあるが、効率よくRRSを稼働させることは必要である。そこで、現
在我々の施設における院内急変患者対応を振り返り、どのような特徴があり、今後のRRS
稼働に活かせる重要課題を模索検討した。【方法】2021年4月から2024年3月までの入院
患者で、病状急変のために、院内急変コール（スタットコール）を使用した症例を対象に、
発見からコールまでの時間や心拍再開症例の予後について解析した。【結果】症例数は50例
で、生存退院症例（R群）は12例（24％：68歳）であった。死亡症例38例（D群：78歳）に
おける発見からコールまでの時間は4.8分であったが、R群では1.4分とR群で短かった（p
＝0.0004）。D群では32例（84％）の症例で心停止していたが、R群では7例（58％）で心
拍が発見時確認されていた。24時間以内の死亡率はD群92％であった。なお、事前の状
態で呼吸数の確認がいずれの群でもほとんどなされていなかった。事前に急変を予知でき
ると考えられた症例はD群15例、R群5例で2群間に差はなかった。死亡までの期間（予後）
はD群3.6日、R群376日であった（p＝0.008）。【結論】RRSを稼働させるには、急変症例
発見からコールまでを可能な限り短くすることと、危険な症例を予め予測することにより
的確な臨床評価を把握することが重要である。

P1-77-4
院内の独自指標を用いたハイリスク薬に対する薬剤管理指導の実施率への
取り組み
津曲∙恭一（つまがり∙きょういち）1、上原∙智博（うえはら∙ともひろ）1、荒木∙志乃（あらき∙しの）1、東盛∙裕里（ひがしもり∙ゆり）1、
池上∙幸恵（いけがみ∙ゆきえ）1、石新∙あおい（いしあら∙あおい）1、黒原∙健（くろはら∙けん）1、木下∙晶惠（きのした∙あきえ）4、
比知屋∙春奈（ひちや∙はるな）2、徳元∙翼（とくもと∙つばさ）2、藤田∙香織（ふじた∙かおり）3

1NHO 沖縄病院薬剤部、2NHO 沖縄病院情報管理室、3NHO 沖縄病院呼吸器内科、 
4NHO 別府医療センター薬剤部

【目的】【方法】NHOが実施している臨床評価指標の「安全管理が必要な医薬品に対する服薬
指導の実施率」を向上させるための取り組みとして、2022年度より抗悪性腫瘍剤を使用し
ている患者を対象とした独自の評価指標を院内で新規に設定し、薬剤助手へのタスクシフ
トを含めた薬剤部の業務見直しを行った。【成績】2023年度は2022年度から薬剤師が8名
から7名となったが、「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率」は、2023年度
48．7％から2023年度は54．7％（2023年12月まで）に改善し、プレアボイド報告は3
件から12件に増加した。【結論】臨床評価指標に影響する評価項目の設定と、医療安全に配
慮したタスクシフトの実施は、「安全管理が必要な医薬品に対する服薬指導の実施率」の向
上に有用であった可能性が示唆された。
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P1-78-4
入退院支援センターにおける多職種連携の課題
櫻井∙淳奈（さくらい∙あつな）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【はじめに】入退院支援センター（以下センター）看護師の役割は、予定入院患者が安心・安
全に入院し早期退院を見据えた介入を行うことである。センターでは、入院後の治療やケ
アに関するオリエンテーションを行い、多職種が関わる必要があるかを判断し、調整を図っ
ている。今回、センターにおける多職種連携の現状分析をして今後の課題を明らかにした
いと考えた。【研究方法】H30年からR5年度のセンター介入記録と入院患者数統計からデー
タを抽出、単純集計し傾向を分析した。【結果】予定入院患者7,079名中センター介入患者
5,749名（81.2％）であった。多職種への調整は、看護師が早期に介入が必要な患者をアセ
スメントし、介入依頼を行った。薬剤師には、定期処方薬を使用している患者や休薬指示
が必要な患者へ介入依頼し、介入率は平均70.0％、年度毎の介入率の差はなかった。栄養
士には、低栄養、食物アレルギーがある患者へ介入依頼し、H30年からR3年度の介入率は
平均2.6％であった。R4年度に栄養士とカンファレンスを行い摂食嚥下機能の低下した患
者を加えたところ、介入率は13.1％に上昇した。【考察】多職種と連携するためには、各職
種が担う役割を理解し、それが患者に及ぼす影響を考え、調整する必要がある。多職種の
介入機会を増やすには、例えば、定期処方薬だけでなく栄養補助食品服用している患者や
治療食の必要な患者をスクリーニングし、看護師から多職種へ発信していくことが必要で
あると考える。【まとめ】今後は多職種と介入対象拡大に向け検討し、早期から多職種で連
携していくことが課題である。

P1-78-3
退院時情報共有シート（看護要約）活用時の実態
清水∙和彦（しみず∙かずひこ）、寺地∙裕莉子（てらち∙ゆりこ）、荒川∙由紀子（あらかわ∙ゆきこ）、金川∙亜弓美（きんかわ∙あゆみ）、
榎田∙美香（えのきだ∙みか）、天神∙香（てんじん∙かおり）

NHO 都城医療センター在宅サポート病棟（4病棟）

【目的】他医療機関や訪問先において継続看護をするために、退院時情報共有シートの活用
状況及び問題点を明らかにする。

【方法】退院前カンファレンスに出席するケアマネージャー・施設職員等へ事前に退院時情
報共有シートのFAXを行い、患者の現在のADL等について不明点がないか確認。アンケー
トを退院前カンファレンス当日に配布し記入・回収。本研究は院内倫理審査委員会の承認
を得て実施。

【結果】研究協力者はケアマネージャー 7名、施設職員4名、その他1名であった。退院時
情報共有シートを事前に確認し情報収集することが円滑な退院前カンファレンスに繋がる
かについては「とてもそう思う7名（58.3％）」「そう思う5名（41.7％）」であった。退院時
情報共有シートの各項目について、患者の必要な情報が収集できているかについては「とて
もそう思う6名（50％）」「そう思う5名（41.7％）」「そう思わない1名（8.3％）」であった。
退院前カンファレンスは患者・家族にとって充実するカンファレンスとなったかについて
は「充実した12名（100％）」であった。自由記載で「ADL状況を詳しく知りたい」という意
見があった。

【考察】退院時情報共有シートの共有によって患者の必要な情報が収集できているというよ
うな意見があり、退院前カンファレンスが患者、家族にとっても安心した在宅療養生活を
過ごすための話し合いの場となり、より円滑な在宅生活への移行が可能になると考える。

【結論】退院時情報共有シートに必要な情報が含まれており、現在の記載内容で十分に活用
できている。しかし、ADLの情報等については、詳細把握が出来る様に今後改編を検討す
る必要がある。

P1-78-2
地域連携部門と外来部門との在宅支援における連携の取り組み
前田∙菜緒（まえだ∙なお）、今倉∙彩音（いまくら∙あやね）、森貞∙陽子（もりさだ∙ようこ）、坂中∙友恵（さかなか∙ともえ）、
村上∙美和（むらかみ∙みわ）

NHO 大阪刀根山医療センター地域ネットワークセンター

【はじめに】
当院では2023年度から地域連携部門（以下地連）に患者相談窓口を設置し主に外来患者の
医療相談を行っている。外来診療は地域包括ケアシステムの要の一つである。今回外来部
門（以下外来）と地連が連携し在宅生活を支援する取り組みを行ったので報告する。

【方法】
地連より、支援対象と想定される患者像や連携方法など看護師同士が迅速に相談できる体
制を外来に提案した。月1回のカンファレンスを実施し患者の支援経過報告や対象患者抽出
方法を両者で整理し共有した。

【実施及び結果】
提案は口頭と文書で行い、翌月のカンファレンスで外来看護師から意見や質問を受けた。
多忙な業務の中で対象患者把握は困難との声があったため、想定される患者像を繰り返し
伝え共通認識した。すると、外来診療時に患者の在宅状況を確認する看護師が徐々に増えた。
また、外来看護師が医師に窓口を案内すると医師の相談も増え、外来からの相談件数が前
年度より48件増えた。カンファレンスで支援経過報告し、外来診療時の対象患者把握に役
立ち、継続看護に繋げた。

【考察】
外来は在宅支援の必要性を理解しているが、多忙な業務の中で十分な患者支援に繋がる行
動に至っていなかった。しかし、カンファレンスで在宅支援にスムーズに繋がった事例を
知ることで、外来看護師は支援の具体的内容がイメージでき患者の観察力が高まり、自ら
情報収集するなど新たな患者支援に繋がる好循環が生まれ、在宅支援に繋がったと考える。

【まとめ】
今回の取り組みで連携の土台作りができた。今後も協力し合い在宅支援が必要な方を早期
にすくい上げ支援を行い、病院と地域関係機関が繋がり患者の生活を支える一助を担って
いきたい。

P1-78-1
病棟看護師と退院支援看護師の退院支援に関するよりよい連携を考える ―
退院支援に関する認識の実態調査を通して―
志村∙祐香（しむら∙ゆか）、伊藤∙さやか（いとう∙さやか）、高田∙美和子（たかだ∙みわこ）、生方∙貴子（うぶかた∙たかこ）

NHO 高崎総合医療センター呼吸器内科・外科（北5）

1.はじめに
退院支援は多職種で協働して行っているが、病棟看護師と退院支援看護師の役割認識にず
れを感じることがある。
2.目的
病棟看護師と退院支援看護師の退院支援における役割認識を明らかにし、よりよい連携に
向けた手掛かりとする。
3.研究方法
本研究は、臨床研究倫理委員会の承認を得て半構成的面接を行い、意味内容の類似性をカ
テゴリー化した。
4.対象
A施設の3年目以上でリーダー経験のある病棟看護師10名、退院支援看護師7名。
5.結果
7つの質問に対し、インタビューを実施した。退院支援看護師の役割について、退院支援看
護師から『本人・家族、院内・院外を繋ぐ橋渡し』、『病棟看護師への教育』『自己決定を支
援する』、病棟看護師から《院内・院外を繋ぐ》、《病棟看護師への教育》《患者の状態を家族
に伝える》《療養環境を調える》等が抽出された。病棟看護師の役割について、退院支援看
護師から『退院支援の必要性をアセスメントする』『多職種と繋ぐ』、病棟看護師から《退院
支援の必要性をアセスメントする》《多職種と繋ぐ》等が抽出された。他の5つの質問にお
いても相違するカテゴリーはあったが、概ね一致する返答が得られている。
6.考察・結論
本研究で病棟看護師・退院支援看護師の認識のずれは少なかった。相違点はあるものの、
同じ視点でアセスメントしながら退院支援を行っていることが分かった。互いに「あなたの
役割」と分けるのではなく、持っている情報を共有し、協働して退院支援を行う必要がある
と考える。また、互いに主体的に退院支援ができればよりより連携に繋がることが考えら
れた。



452

P1-79-1
動く重症心身障がい病棟における強度行動障害を呈した患者への対応～ベ
テラン看護師の対応に至る視点に焦点をあてて～
石川∙倫章（いしかわ∙みちあき）、植田∙瑞樹（うえだ∙みずき）、原∙佳恵（はら∙よしえ）、後藤∙洋平（ごとう∙ようへい）、
下高∙美和（しもたか∙みわ）

NHO 賀茂精神医療センター精神科

1．研究目的動く重症心身障がい病棟における、ベテラン看護師の強度行動障害を呈した患
者への対応に至る視点を明らかにする。2．研究方法1．研究期間:2023年10月～ 2024
年1月2．研究対象：重症心身障がい児（者）病棟勤務経験10年以上の看護師5名3．研究
方法1）独自に作成したインタビューガイドを基に半構造化したインタビューを行った。2）
録音したインタビュー内容を逐語録におこし、類似したコードをまとめて各カテゴリーに
分類した。3．倫理的配慮　B病院倫理審査委員会の承諾を得た。研究対象者に対し、研究
の主旨と内容、リスクとその対処について説明し同意を得た。4．結果・考察　インタビュー
を分析した結果、以下3つの視点に分類された。1．観察の視点は「患者の立場に立つ」、「非
言語の観察」の2つのカテゴリーを抽出。患者の意思や要求、行動を理解しようすること、
患者の思いを予測、察知することを重視している。2．判断の視点は「情報の共有」、「（経験
から得られた）暗黙知」の2つのカテゴリーを抽出。障害特性を理解し経験を活かして判断
することや、患者を多角的に捉えるため多職種と連携することを重視している。3．対応を
決定する視点は「心身の安全と安楽」の1つのカテゴリーを抽出。患者、看護師の安全を守
れるように対応を決定していると考える。また、患者に対して家族的役割を果たそうと愛
情を持って対応している。5．結論ベテラン看護師の観察・判断・対応を決定する3つの視
点は、どれも欠かすことができない密接な関連があり、これらの視点と経験や知識を統合
し患者一人ひとりと向き合い、対応をしている。

P1-78-7
継続看護に必要な看護サマリーのあり方の検討
山下∙由（やました∙ゆき）、佐久間∙千代子（さくま∙ちよこ）、高岡∙佐奈美（たかおか∙さなみ）、亀岡∙福江（かめおか∙ふくえ）、
二宮∙未央（にのみや∙みお）、小川∙貴子（おがわ∙たかこ）、佐野∙真奈美（さの∙まなみ）

NHO 愛媛医療センター看護部

【はじめに】地域における退院支援を円滑に進めていくためには、必要な情報を必要な時に
共有できることが重要である。当院が地域から期待される役割を果たし、高齢者個々のニー
ズに合った支援を実践するために、地域の支援者が求める情報を認識し、必要なケアを地
域へつなぐことができる看護サマリーを目指す必要がある。

【目的】A病院が連携する医療機関及び介護施設等の職種に対し、看護サマリーについてア
ンケート調査を実施し、看護サマリーの情報提供のあり方について明らかにする。

【倫理的配慮】A病院の倫理審査委員会の審査・承認を得た。
【結果】A病院が連携する施設に対し、看護サマリーについてアンケート調査を実施した。
65施設241名にアンケートを配布し、126名から回答を得た。アンケート結果より、サマ
リーの内容を「よくわかる」「まあまあわかる」と答えたのは88％で、継続看護に役立って
いると答えたのは97％であった。「ややわかりにくい」「見たことがない」と答えた中で多
かった理由は、「看護・介護に役立つ情報がない」「ADL等が具体的に記載されていない」で
あった。サマリーに記載してほしい情報として多かったのは「食事形態・摂取状況・介助方
法」「排尿・排便の介助方法」であった。

【考察・結論】施設職員はADLや生活上のケアについての情報を、サマリーに求めているこ
とが明らかとなった。しかし、当院のサマリーの内容の構成は看護師によって様々で、施
設職員が求める具体的なケアの情報においても不足している現状がある。結果を職種別に
分析し、継続看護に向けたサマリーを目指し取り組んでいく。

P1-78-6
病棟・外来間の情報共有ツールを用いた継続看護充実への取り組み
古賀∙恵美（こが∙さとみ）、澤本∙朝美（さわもと∙あさみ）、田中∙知春（たなか∙ちはる）、岩本∙未来（いわもと∙みく）、
境∙優（さかい∙ゆう）、坂本∙恵美（さかもと∙えみ）、山本∙そのみ（やまもと∙そのみ）、笠∙育美（りゅう∙いくみ）、
積山∙佳史（つみやま∙よしふみ）

NHO 熊本再春医療センター看護部

【はじめに】近年、在宅を中心とした医療体制の構築が行われている。しかし、当院では病
棟と外来との情報連携が十分にできておらず、入院中の生活指導の様子や在宅での課題が
外来へ伝わっていない課題があった。今回、病棟・外来間の情報共有ツール、継続看護介
入フローチャートを作成し、継続看護の充実に向け取り組んだ。【方法】継続看護介入フロー
チャートに沿った運用を行い、外来での介入件数や、情報共有ツールを用いた効果、取り
組み後の病棟・外来看護師、患者・家族、医師からの評価・意識の変化をまとめる。【結果】
継続看護介入フローチャートを作成し、令和5年7月から令和6年3月までに患者50名（延
べ80件）に介入した。情報共有ツールの活用により、病棟・外来連携の円滑化が進み、患
者の課題を外来で継続的に評価できることで病棟・外来の役割強化に繋がった。取り組み
後の評価として、患者からは退院後まで支援があり安心感がある、病棟看護師からは在宅
での生活をイメージした患者の生活上の課題を意識するようになった、外来看護師からは
患者・家族の生活状況や課題をみる視点が培われたとの意見が得られた。また、医師から
は診療上の情報源となることや患者の理解度が確認できるとの評価を得た。【考察】これま
で病棟、外来共に看護を引き継ぐ意識が弱かった。今回ツールの活用により連携意識が強
くなり、病棟・外来での限られた看護から、在宅での課題まで広く捉える看護へ意識の変
化がみられている。また入院時・外来時という「点」でみていた看護を、入院前から退院後
までの「線」でとらえることが出来るようになった。引き続き継続看護を展開し、看護の質
の向上に努めたい。

P1-78-5
病院とケアマネジャーとの連携の在り方―看護サマリーの記載や退院支援
についてのインタビュー調査―
井筒∙実里（いづつ∙みのり）、戸渡∙美沙紀（とわたり∙みさき）、垣見∙絵（かきみ∙ぬい）、隠岐∙真弓（おき∙まゆみ）

NHO 村山医療センター地域包括ケア

はじめに
地域包括ケア病棟では入院中から地域での生活を視野に入れた退院支援を実施し、患者・
家族が望む地域で安心して療養生活を送ることを目指している。しかし入院中の状態が正
しく伝わり、患者の望む生活環境の為に必要な支援が提供されているか退院支援実施後の
評価が出来てない現状がある。本研究は、これらを確認するため聞き取り調査を実施し問
題と課題を明らかにすることを目的とした。
方法
指定居宅看護支援事業所に勤務するケアマネジャー 8名に対して聞き取り調査を実施し、
その内容から逐語録を作成し分析した。
倫理的配慮
本研究は倫理委員会の承認を得て個人が特定されないよう配慮した。
結果
逐語録は、「看護サマリーについて」「患者・家族の思い」「病状説明と理解」「医療スタッ
フとケアマネジャーとの連携・情報共有」の4つのカテゴリーに分類された。特に意見が多
かったのは看護サマリーについてであり、「専門用語で処置内容や物品名がわからない」や「A 
D L・認知面の捉え方の相違」、「全体の内容が薄く患者像がわからない」等の意見が挙げら
れた。
考察
ケアマネジャーにとって、看護サマリーは患者の状態把握や療養生活に必要なサービスを
適切に選択する上で不可欠な情報と認識されている。医療と介護の認識相違を防ぐために
は、平易な表現の使用やより詳細な表記が必要であり、定型の看護サマリーの項目を追加
し詳細に記載する等看護サマリーの充実を図る必要があると考える。
結論
医療スタッフとケアマネジャーの連携における共通認識の相違や情報不足等の問題点が明
らかとなった。本研究で抽出した結果を課題として今後取り組んでいきたい。
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P1-79-5
12年ぶりの措置委託患児を受け入れて　～入院から転院までの状況を振り
返って～
松井∙愛（まつい∙あい）、藤山∙なるみ（ふじやま∙なるみ）、松原∙珠理（まつばら∙じゅり）、高橋∙博（たかはし∙ひろし）、
藤田∙貴子（ふじた∙たかこ）、矢野∙和輝（やの∙かずき）、片山∙浩暉（かたやま∙こうき）、佐村∙友哉（さむら∙ともや）

NHO 奈良医療センター療育指導室

【はじめに】近年、当院の重症心身障害児者病棟では高齢化が進んでいる。昨年度より医療
的ケアが必要な18歳未満の患者を病院の方針に基づき段階的に受け入れている。今回、12
年ぶりに措置委託による患児を受け入れたが、患児は自閉的傾向があり様々な不適応行動
がみられた。その為、自閉的傾向に伴う不適応行動の出現と原因、保育士の介入と不適応
行動の関係等を分析し今後の療育支援の在り方と病院の受け入れ体制を考える。【対象者】
12歳女児　虐待後後遺症　難治性てんかん令和6年1月中旬に入院し、3月末に転院独歩
可　二語文話せる便いじり　ポリマーいじり　離室【方　法】不適応行動の出現と療育支援
の実施記録を取り出し原因分析【結　果】転院当初は、環境に慣れず生活の流れを掴めない
状況であったが、不適応行動は出現しなかった。環境に慣れ始め、以前の施設環境と異な
り時間を持て余すようになった。保育士が介入していない時（休日含む）は、不適応行動が
出現する事もあったが、他職種で関わり方を統一し、患児の好む玩具を用意したことで転
院前には不適応行動が消失した。【考　察】不適応行動の出現と保育士の介入には大きな因
果関係があると断定できる。不適応行動が消失した事は評価できると考えるが、本人の状
態に即した病院に転院した事は事実であり、大きく課題が残る結果となった。療育支援の
在り方として、療育支援技術の向上を目指す必要があると共に、病院の受け入れ体制は、
密な他職種連携が必要であったと考える。今後も医療的ケアを要する患児を受け入れるに
あたり、自閉傾向がある患児等、幅広い障害に対応できる保育士を目指すと共に、病院の
円滑な受け入れ体制を目指したい。

P1-79-4
重症心身障害児者病棟の今　～終末期を迎えられる患者への療育支援と家
族支援～
松原∙珠理（まつばら∙じゅり）、藤山∙なるみ（ふじやま∙なるみ）、矢野∙和輝（やの∙かずき）、藤田∙貴子（ふじた∙たかこ）、
佐村∙知哉（さむら∙ともや）、澤井∙康子（さわい∙やすこ）

NHO 奈良医療センター療育指導室

【目的】当院の重症心身障害児者病棟は、今から56年前に開設された。入院されている方の
高齢化や、新たな病気に罹患されることで、終末期を迎えられる方が多くみられる。保育
士は福祉サービス費に基づいて療育・行事支援を実施しているが、現状を考えると、より
一層、入院されている方々の状態や生涯発達に着目した支援方法が必要であると考え、個
別で支援する運用に変更した。今回は、併行して家族支援も実施した一事例を紹介する。

【背景】・各病棟の年齢分布図・死亡退院状況　令和5年度 1A病棟3名、1B病棟3名　令
和4年度1A病棟1名、1B病棟5名【対象患者】・40代女性　・入所期間　42年　・脳性麻
痺　・家族:母、兄　・発達検査:新版k式　・大腸がん　ステージ4【方法】本氏への療育活
動の評価と母親へのアセスメント（週3回程度）を実施し、支援内容を具現化（お花見療育な
ど）【結果】母子関係性が密であり、母親は週3回の特別面会のために来院していた。本氏
は以前より、母親との活動に笑顔で過ごす場面が多く、母親への声掛けに意識して取り組
んだが、当初より母親は自分の思いを積極的に言う場面が少なかった。しかし何度も声か
けをすることで、関係性が構築され、次第に自分の思いを言う場面が増え、最終的に本氏・
家族に寄り添った支援をする事が出来た。【考察】療育支援における意志決定支援の推進は、
日常の療育支援場面での内容について、保育士による適切な評価が必要であることは言う
までもないが、同様に家族支援も重要なポイントである。今後も今回のような事例が多く
なる可能性が高いため、保育士としてのコミュニケーションスキルを活かし、QODを意識
した支援に努めたい。

P1-79-3
「院外・院内レクリエーションについて重症心身障害児者の家族への意向調
査」
山村∙愛（やまむら∙あい）、有富∙小奈子（ありとみ∙さなこ）、酒井∙達司（さかい∙たつし）、鈴木∙みえ（すずき∙みえ）、
丸澤∙由美子（まるざわ∙ゆみこ）、落合∙仁（おちあい∙じん）、野口∙雅弘（のぐち∙まさひろ）、牧江∙俊雄（まきえ∙としお）、
野田∙成哉（のだ∙せいや）、南山∙誠（みなみやま∙まこと）、久留∙聡（くる∙さとし）

NHO 鈴鹿病院療育指導科

はじめに重症心身障害児者病棟（以下、重心病棟）では家族参加型の院外・院内レクリエー
ション（以下、レク）を実施している。令和元年度の家族参加率は38%であったが、コロナ
明け自粛解除後の令和5年度では家族参加率が半減した。レクは患者にとって家族と過ごす
貴重な機会であり、対策が必要であると考えた。そこで、今後の家族参加率の回復を目指
して家族への意向についてアンケート調査を実施した。方法重心病棟患者54名のうち、院
外を許可された患者の34家族（以下、院外家族）で、院内のみ許可された患者は20家族で
あった（以下、院内家族）。院外家族には、院外レク用、院内家族には院内レク用のアンケー
ト調査を実施した（回収率：院外76%、院内80%）。共通項目：回答者の続柄・年代、付
き添いの可否と理由、その他意見（自由記述）院外用の項目：院外・院内の希望、院外行先
の希望（選択肢）、院内を希望の場合その理由院内用の項目：催しの希望内容（選択肢）結果　
回答者は父母が67%、60歳代以上が69%、付き添い可能は47%であった。院外家族のうち、
46%が院内レクを希望した。理由として、「天候を気にしなくても良い」「院内レクに興味
がある」等があった。しかし、院内レクを希望した家族が、院外への行先の希望欄に記載が
あり、集計に迷うケースがあった。一方で、47%に付き添い不可との回答もあり、「遠方の
為」「レク中の付き添い（歩行）が困難」等が理由であった。また、家族の高齢化等から書面
だけでは内容が伝わりにくく、口頭での説明が必要となるケースもあった。結語　家族参
加率を高めるには、きめ細かな対応が重要である。本調査は家族状況を把握し、家族参加
率回復に有効であった。

P1-79-2
利用者理解から始まる、安心への第一歩
木之下∙幸（きのした∙みゆき）、高橋∙純子（たかはし∙じゅんこ）、安藝∙彩（あき∙あや）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター療育指導科療育指導室

【はじめに】当院の重症心身障害児（者）病棟に入所している利用者は、自身の思いを伝える
ことが難しい方が多いが、職員は利用者が伝えようとしている言葉や仕草が何を意味して
いるのか汲み取り、理解して支援する必要がある。利用者が安心した生活を送ることがで
きる様に、家族・多職種の協力を得ながら利用者の言葉や仕草の意味への理解に努めた取り
組みについて報告する。【目的】利用者の言葉や仕草の意味を家族・多職種間で共有し、何
を伝えようとしているのか明らかにすることで、利用者が安心した生活を送ることができ
る。【方法】利用者が、日常生活における言葉や仕草の中で、どのような事を伝えようとし
ているか分からない言葉や仕草をまとめ、その意味を家族との面談や多職種からの情報を
得て明らかにする。【経過及び結果】利用者の発する言葉や仕草について、職員が誤った解
釈をしていたことを発見したり、単に言葉を発しているのではなく、その言葉に利用者の
歩みや家族の愛情が重ねられている事、また家族との面談を重ねたことで、新しい言葉を
発しても、利用者の歩み等からその言葉の意味を推察することができるようになった。また、
利用者の言葉や仕草の意味を多職種で共有したことで、利用者への理解が深まり、利用者
との信頼関係構築に繋げることができた。【考察】利用者の言葉や仕草は何らかの意味があ
り、家族との面談や多職種カンファレンスを通じて利用者について理解を深める機会となっ
た。利用者は、自分の思いや仕草が伝わることの喜びにより笑顔が増えたり、活動の場が
広がった。今後も家族や多職種と共に利用者理解を深め、安心して過ごしていただけるよ
う支援していきたい。
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P1-80-2
ソーシャルワークの4原理を実践で一つの流れに整理する試案
松本∙昌広（まつもと∙まさひろ）

NHO 松江医療センター地域医療連携室

【目的】社会正義、人権、集団的責任、多様性の尊重を一つの流れに整理するには文脈的理
解が必要である。また一つの流れに整理するには4つの原則をまとめるものが必要である。
本試案では4原則を一つにまとめるものを示し、4原則を構造的に整理する。【方法】公開さ
れた拙稿「社会正義の成立過程とソーシャルワーク実践」（2016）の理論を関連文献からも
整理、発展させる。【結果】4原則を一つにまとめるものを示し、4原則を構造的に整理した。
また本試案を適用する必要条件、さらに限界についても明らかにすることで、本試案が有
効となる状況を明瞭にした。【結論】本試案は非常に難解だが、論旨自体はシンプルかつソー
シャルワーカーの実践に広く適合する論旨と言える。本試案の論旨はシンプルなので一度
理解できれば想起は難しくないだろう。筆者自身も5年ぶりに本研究を整理したが想起は難
しくなかった。「ソーシャルワーク専門職のグローバル定義」における4原則を、本試案に
おいて一つにまとめるものは、近代以降の哲学や社会学、社会事業学の流れを汲む。近代
の価値観を起因にして現代にまで及ぶものにソーシャルワークの4原則を考慮すれば、ソー
シャルワークを世紀を超えた「近代のプロジェクトとしての啓蒙」（衣笠2016:37）と呼ぶ
には理解を示せる。それゆえに上記の限界が生じる。【参考文献】衣笠一茂（2015）『ソーシャ
ルワークにおける「価値」と「原理」―「実践の科学化」とその論理構造』ミネルヴァ書房．松
本昌広（2016）「社会正義の成立過程とソーシャルワーク実践―カント哲学と共通善の秩序
化の視座」『社会福祉士』23，29-36

P1-80-1
地域のヘルスリテラシー向上に向けたソーシャルワーク実践～病院と図書
館の協働～
瀬口∙理恵（せぐち∙りえ）、野原∙まりな（のはら∙まりな）、橘∙延之（たちばな∙のぶゆき）、明神∙麻歩（みょうじん∙まほ）

NHO 名古屋医療センター医療相談室

【背景】第4期がん対策基本法の全体目標に、誰一人取り残さないがん対策を推進し、全て
の国民とがんの克服を目指すと明記されている。地域がん診療連携拠点病院のソーシャル
ワーカーとして、誰一人取り残さないがん対策を推進するためには、病院の中に留まるの
みではなく、地域に出て、多機関と連携をしていくことが必要である。病院には、正確か
つ信頼性の高いがんと緩和ケアの情報について、地域住民が身近に感じアクセスしてもら
えるような環境を整える活動が求められていると考えた。【目的】地域住民のヘルスリテラ
シー向上に向けたソーシャルワーク実践を行い、どのような効果があるかを検証する。【方
法】国立がん研究センターがん対策研究所がん情報ギフト「結ぶ」事業の企画に応募し、「図
書館で育むがんと緩和ケア」のテーマで愛知県図書館と協働して開催したイベントの実践報
告、及び参加者へ実施したアンケートを分析する。【結果】イベントにおいて、がんや緩和
ケアに関する資料の展示や講座を企画し実施した。多くの地域住民に、がんや緩和ケアに
ついての情報を入手してもらうことで、今後がんと診断されたときにその情報を生かして
活用する力＝リテラシーを身に着けることに寄与できたといえる。【結論】これまで連携を
とったことがない図書館と協働することで、メゾ・マクロレベルのソーシャルワークの展
開が有効となった。図書館はさまざまな地域住民が集う場であり、がんや緩和ケアに関す
る啓発、さらには病院の広報に活用できる場であった。地域社会のヘルスリテラシーが向
上することで、今後地域住民ががんと診断されても生活課題に早期に対処することができ
るのではないだろうか。

P1-79-7
虐待疑い事例に対する多職種との連携～親子の気持ちに寄り添う支援～
田中∙笑（たなか∙えみ）、北澤∙隆明（きたざわ∙たかあき）、石川∙晶子（いしかわ∙あきこ）、鈴木∙翠悠（すずき∙みゆ）、
東山∙明江（ひがしやま∙あきえ）、鳴戸∙敏幸（なると∙としゆき）

NHO 紫香楽病院療育指導室

【はじめに】
令和5年6月滋賀県中央子ども家庭相談センターより、虐待疑いの児童Aの一時保護要請が
あった。母親はR5年1月に関東から滋賀県内へ転入し、周囲に頼れる人もおらず、就労も
していない状態であった。そこで、療育指導室としてこの親子にどう関わり、どのような
役割が果たせるのかを考えた。

【対象】
A児：女性　4 ～ 5歳（当時）診断名　脳性麻痺、てんかん　
身体障害者手帳1級／療育手帳A2 ／保育園在籍／要保護児童対策地域協議会対象児童
A児母親：女性28 ～ 29歳（当時）診断名　広汎性発達障害、適応障害
・A児の実父とは離婚し金銭的な援助は一切ない

【A児に関わる機関】
・家庭児童相談室　・中央子ども家庭相談センター　・保健センター　・保育幼稚園課
・保育園　・障がい福祉課　・相談支援センター

【目的】
・A児の安全確保（入所中に全身チェック）
・A児の母親の育児負担軽減

【方法】
・短期入所の利用調整、利用中の日中活動支援の実施
・母親の話を傾聴し、関係機関と情報共有

【結果】・月1回の短期入所の安定した利用（身体の状態把握）と利用中の日中活動支援の提
供
・定期的な短期入所の利用を通して母親との信頼関係の構築、相談ニーズの把握
・定期的なケース会議の実施

【考察】
当院での短期入所利用を通して、A児の母親の突発的なことに対応する力の弱さ、自分の困
り感や負担に感じていることへの自覚が乏しいため、相談ニーズがほとんどなく支援につ
ながりにくいことがわかった。今後の課題として、A児の就学、母親の就労、経済面の安定
などがあげられる。療育指導室としてできることに限りはあるが、関係機関と連携を密に
図り、今後もこの親子を見守っていきたい。

P1-79-6
重症心身障害児者のための感覚統合評価表の試作とその有効性の検証
鈴木∙萌日（すずき∙もえか）1、會田∙隆志（あいた∙たかし）2、伊藤∙加奈子（いとう∙かなこ）1、矢内∙直美（やない∙なおみ）1、
草野∙与志恵（くさの∙よしえ）1、伊藤∙梓（いとう∙あずさ）1、折居∙美夢（おりい∙みゆ）1、北崎∙秀紀（きたざき∙ひでのり）1、
田嶋∙郷（たじま∙ごう）1、佐川∙修（さがわ∙おさむ）1、石井∙亜紀子（いしい∙あきこ）2

1NHO いわき病院療育指導室、2NHO いわき病院脳神経内科

【目的】重症心身障害児者（以下、重症児者）の療育活動において、患者の特性を的確に理解し、
個々に応じた活動を提供することは重要であるが簡単ではない。また、発達や感覚評価等
の既存の評価表はあるが、重症児者の表出行動が制限されているため、適切な評価が難し
い。そこで、感覚統合に基づく評価表を試作し、その評価結果を報告する。【対象】大島分
類1 ～ 4、遠城寺式乳幼児発達検査：約3か月～ 9 ヶ月程度、入院患者17名【期間】評価期
間：2023年9月～ 2024年5月【方法】感覚の4項目（聴覚、触覚、視覚、前庭覚）に関する
評価表（4段階評価、設問24）を作成。患者の特性をどの程度反映しているのかを調べるため、
既存の評価スコア（ITSP、0 ～ 6 ヵ月用、5段階評価、設問30を抜粋）の結果と比較した。【結
果】ITSPスコア、聴覚：平均25.6、標準偏差7.9、触覚：平均14.5、標準偏差4.4、視覚：
平均12.7、標準偏差6.1、前庭覚：平均16.9、標準偏差3.7に対し、試作の評価表は聴覚：
平均29.4、標準偏差12.4、触覚：平均29.4、標準偏差4.9、視覚：平均19.4、標準偏差8.3、
前庭覚：平均17.3、標準偏差8.1という結果となった。また評価時間も試作の評価表が短く、
他の職員が行った際も同様の結果となった。【考察】試作の評価表は、既存のスコアに比べ
て標準偏差が大きく、重症児者の特性をより詳細に評価できる可能性が示唆された。その
要因として、定型発達に近い被評価者を想定したスコアだと、重症児者の障害像を十分に
反映できない可能性が考えられる。今回試作した評価表が、重症児者の支援の根拠となる
よう、さらに制度を高めていけるよう研鑽を深めていきたい。
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P1-80-6
治療と仕事の「両立支援相談窓口」における取組みと実態
三浦∙由江（みうら∙よしえ）、坂本∙陽子（さかもと∙ようこ）、村上∙良子（むらかみ∙りょうこ）、服部∙耀（はっとり∙ひかる）、
安藤∙秀陛（あんどう∙しゅうへい）、西迫∙はづき（にしさこ∙はづき）

NHO 熊本医療センター地域医療連携センター

【目的】平成30年度診療報酬改定において、治療と仕事の両立支援に関する診療報酬「療養・
就労両立支援指導料」が新設され、対象疾患も、がん疾患から脳卒中、糖尿病、心疾患、難
病等へと幅が広がった。当院では関係機関との「両立支援相談窓口」を開設し相談対応行っ
ており、これまでの取り組みの効果と今後の課題を報告する。【方法】平成29年度より熊本
県地域両立支援推進チームの一員としてのMSW活動を開始。チーム内の産業保健総合支
援センターと連携を図るためMSWを対象とした院内勉強会を開催後、個別相談支援充実
のため令和2年度より産業保健総合支援センターとの相談窓口を開設した。ハローワークと
は平成29年より臨時出張相談を開始し、令和5年9月からは事業協定締結し定期開催での
相談窓口開設に至った。広報周知活動は、院内掲示、新聞紙面の掲載協力等を行い、患者・
市民への啓発を行った。院外活動としては、地域両立支援推進チーム、長期療養者就職支
援担当者連絡協議会への参加など他施設との情報共有と連携を行っている。窓口開設から
現在に渡る運用状況の把握を行った。【結果】「両立支援相談窓口」利用件数は、令和2年度
4件、令和3年度0件、令和4年度5件、令和5年度7件と推移した。療養・就労両立支援
指導料は、令和2年度1件、令和3年度0件、令和4年度0件、令和5年度0件と算定に繋
がらない。【総括】ハローワークとの定期相談開始後から利用件数は増加し一定の効果は得
られている。MSW含む三者面談は相談対応に時間要するも算定に繋がらない実態が見えて
きた。利用ニーズはあるため今後も継続して取り組んでいく。

P1-80-5
当院の重症心身障害児者、医療的ケア児者に対するソーシャルワーカーが
かかわった事業が果たしてきた役割と期待されている役割
川口∙由紀子（かわぐち∙ゆきこ）

NHO 下志津病院地域医療連携室

【背景】下志津病院は重症心身障害児者病棟を120床運営するとともに、重症心身障害児者
の短期入所事業や通園事業・通所支援事業を通して在宅医療を必要とする障害児者の支援
を行ってきている。2011年から周産期医療対策事業での地域療育支援施設として一時支
援事業を千葉県より受託し、県内の他医療機関から呼吸器障害等の在宅医療を必要とする
NICU等から地域に移行した小児（ポストNICU児）の入院受け入れを積極的に実施し、14
年間で累計45名を受け入れてきている。2012年度は平成24年度厚生労働省重症心身障害
児者等の地域支援に関するモデル事業を受託し、事業終了後も独自に委員会開催を継続し、
地域のネットワーク形成を行ってきた。さらに2023年からは四街道市医療的ケア児等支援
委員会へ委員を3名派遣している。【目的】これらの事業の経過を報告し、当院が果たして
きた地域の重症心身障害児者、医療的ケア児者地域への支援と役割とソーシャルワーカー
に期待される役割を明らかにする。【方法】これらの事業でのソーシャルワーカーの支援を、
医療ソーシャルワーカーの業務指針における業務の範囲を利用し、分析する。【結果】下志
津病院と、所属するソーシャルワーカーは病棟での療養介護、短期入所、通園での支援以
外にも、これらの今回報告した事業を通して地域の重症心身障害児者、医療的ケア児者地
域へ独自の役割を果たしている。【結論】下志津病院のような地域の中核病院のソーシャル
ワーカーには地域から地域活動への期待があり、社会資源開発などの地域との連携を行い
ながらのソーシャルアクションも期待されている。

P1-80-4
リハビリ転院患者の平均在院日数短縮にむけて
吉田∙香葉（よしだ∙かよ）、川村∙依世（かわむら∙いよ）

NHO 大阪医療センター医療福祉相談室

[背景・目的] 
医療ソーシャルワーカー（以下MSW）は、リハビリ継続入院が必要な患者に対し、退院支
援として転院調整を担っている。
折に触れ、平均在日数短縮に向けて診療部と協議してきた。MSWがおこなう転院調整にど
の程度の時間を要し、どのようなことで転院が遅延しているかを可視化し、平均在日数短
縮について検討するために、MSW介入ケースのデータを集計・分析することとした。
[方法]
予定入院患者が多く、社会的理由で難渋することの少ない整形外科に絞り、2022年4月1
日～ 2024年3月31日の間にリハビリ転院目的でMSWが介入し、退院したケース228件
を対象とした。患者性別、年齢、疾患、入院日、手術日、MSW介入日、診療情報提供書お
よび看護サマリー作成日、転院相談日、転院日、転帰を記録。合併症の併発など、入院長
期化となる事象があった際は備考欄に記録した。
2022年度のMSW介入日から転院日までの日数を中央値で二分化し、A群とB群とした。
分析結果をもとに、課題・改善点を多職種と共有のうえ、2023年度も同様に集計・分析を
おこなった。
[結果]
2022年度・2023年度ともにMSW介入日～転院までの平均値は22日であった。B郡となっ
たケースの要因としては、合併症の併発が最も多かった。
A郡・B郡ともに診療情報提供書作成から看護サマリー作成までに数日の時間を要しており、
それに伴い転院相談実施も遅延していることがわかった。その他のデータには大きな差異
は見られず、平均在日数短縮にはMSWだけでは限界があり、多職種の協力が欠かせない
ことが明確となった。

P1-80-3
演題取り下げ
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P1-81-2
薬剤助手へのタスクシフトによる業務改善の取り組みについて
田村∙憲昭（たむら∙のりあき）、浦松∙千春（うらまつ∙ちはる）、嶋津∙美紀（しまづ∙みき）、田仲∙憲子（たなか∙のりこ）、
東谷∙素直（ひがしたに∙すなお）、澤田∙奈 （々さわだ∙なな）、及川∙悠衣（おいかわ∙ゆい）、多田∙純平（ただ∙じゅんぺい）、
関口∙知弘（せきぐち∙ともひろ）、黒川∙拓也（くろかわ∙たくや）、上田∙善美（うえだ∙よしみ）、中島∙淳（なかしま∙じゅん）、
齋藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）、山口∙志郎（やまぐち∙しろう）、原∙伸好（はら∙のぶよし）、宮部∙貴識（みやべ∙たかのり）

NHO 舞鶴医療センター薬剤部

【はじめに】当院は病床数399床で緩和ケア病棟、精神科病棟、NICU、SCUを有した地域
の中核病院である。病院年度目標に経営基盤の安定向けた取り組みがある。薬剤部目標に
業務効率化を図る項目があり、また、薬剤部の薬剤師定員数に欠員が発生していることも
あり薬剤助手を増員し、薬剤師業務のタスクシフトを実施したため、その取り組みと成果
を報告する。【方法】1）2022年10月より薬剤助手1名増員。主な業務内容は調剤補助業務
実施。当院薬剤部では、「厚生労働省 医薬・生活衛生局総務課長通知、「調剤業務のあり方
について」（薬生総発0402第1号 2019年4 月2日）」に基づき、業務手順書を作成し、調
剤補助業務の内容を決定した。2）2022年度及び2023年度調剤室シフト人数、服薬指導
件数を比較して成果を検討する。【結果】調剤室シフト人数2022年度は週90名。2023年
度は週75名と薬剤助手増員により、調剤室人数の減少につながった。服薬指導件数2022
年度は月平均570件。2023年度は月平均562.5件と微減となった。【考察】当院薬剤部で
は調剤室シフトの総人数の減少し、調剤室業務の効率化を図ることができた。2023年度に
欠員が発生したため服薬指導件数は前年度より微減したが、調剤助手の増員がなければさ
らに減少していたのではないかと思われる。以上のことより調剤助手1名増員による費用対
効果はあったのではないかと考える。今後は更なる薬剤師業務のタスクシフトを実施する
ことで服薬指導件数の増加等の成果をあげてきたい。

P1-81-1
消化器外科医師事務作業補助者（MA）によるNCDの取り組み-入院支援室
への介入に向けて-
岡田∙京子（おかだ∙きょうこ）1、山路∙隆斗（やまじ∙たかと）2、水上∙拓哉（みずがみ∙たくや）2、辰巳∙亜依（たつみ∙あい）2、
林∙泰三（はやし∙たいぞう）2、林∙麻未（はやし∙まみ）2、大森∙隆夫（おおもり∙たかお）2、信岡∙祐（のぶおか∙ゆう）2、
湯淺∙浩行（ゆあさ∙ひろゆき）2、下村∙誠（しもむら∙まこと）2

1NHO 三重中央医療センター企画課、2NHO 三重中央医療センター消化器外科

2019年4月より医師の業務負担軽減目的をとして、NCD入力業務に取り組んでおり、現
在では通常の業務となっている。さらに改善を重ね時間短縮や業務向上を行ってきた。ま
た、業務属人化を防ぐため、後進の育成に尽力する取り組みを始めて1年がたち、新たに
入院支援室の介入を始めたので経過を報告します。【目的】業務量がひとりに偏らないよう、
医療文書作成業務・外来診療補助業務・NCD入力業務を潤滑に進め、それにより出来た時
間で、新たな業務、入院支援室の介入に就くために向けて業務調整をしていく。【現状】消
化器外科担当MA3名在籍。医師から依頼を受けたNCD入力業務を円滑に出来るよう、当
初よりNCD業務を中心に取り組んできたため、各自業務が固定化していた。すべての消化
器外科MA業務を標準化するために2022年より取り組んできた結果、現在は消化器外科
MA3名で同じ業務に取り組むことが出来ている。【問題点】入院支援室への新たな介入。・
限られた時間での新たな業務への介入。・現在の業務追行。現在の業務を取り組んできた結
果、自身に出来た時間を、当院で拡大される、入院支援室の介入をすることとなった。【工
夫】チーム内の業務が偏らないよう、再度協力体制を整える。また自身のスキルを維持する
ため、他科医療文書作成業務や、院内がん登録など継続出来るよう時間を作っていく。【ま
とめ】現状の業務量に対し、大きく変わることなく入院支援室へ介入する準備が出来た。入
院支援室専属MA1名の新規採用もあり、チーム医療の縁の下の力持ちとなれるよう円滑な
業務遂行に努めたいと考えます。

P1-80-8
入院を契機とし社会生活上の課題について支援体制を構築した一事例
小寺∙唯加（こでら∙ゆいか）、山名∙由理子（やまな∙ゆりこ）

NHO 姫路医療センター地域医療連携室

【はじめに】近年、身寄りがない又は親族が疎遠で連絡先がなく、社会生活上の課題を抱え
ている患者は多い。今回これらの課題に、入院を契機とし地域の多職種と協働し問題解決
に向けて家族を含め支援した一事例を報告する。【事例】70代女性、知的障害（療育手帳A）
の息子と二人暮らし。他に身寄りなし。腰椎圧迫骨折による体動困難で救急搬送時、息子
は1人で自宅生活ができないため同行し緊急入院。入院時、左下腿糖尿病性壊疽も診断され
下腿切断術が施行された。MSW介入のきっかけは、息子の帰宅先の調整目的であった。息
子は、行政との関わりや障害福祉サービスを受けたことがなく、患者が日常生活をサポー
トしていた。調整過程で、経済的問題（多額の債務等）が判明する。患者の希望は、「息子を
施設等の安心した生活の場に入所させる。自宅を売却し債務を整理する。」と確認した。行
政へ相談し、入院から1週間後に息子のグループホームの仮入所が決定。又、社会福祉士
事務所や司法書士に支援協力を依頼し、不動産の売却、後見人の申し立て、債務の返済へ
と繋げた。【考察】患者が何よりも大切に考え、気がかりであったのは息子のことであった。
まずは息子の安定した生活支援を行うことで、患者も安心して治療に専念できた。その上で、
入院前からの社会生活上の課題解決に結びついたと考える。【結語】社会生活上の課題支援
を行う場合、「身寄りのない人の入院及び医療に関わる意思決定が困難な人へのガイドライ
ン」を参考に院内外の多職種と協働している。今後も、ガイドラインを活用しながら関わっ
た症例を整理し、組織内で活用できるマニュアルの作成に取り組んでいきたい。

P1-80-7
「柳井圏域において地域で生活している重症心身障害児（者）及び医療的ケ
アを必要としている障害福祉サービス利用者の状況について」
上田∙祐希菜（うえだ∙ゆきな）

NHO 山口宇部医療センター療育指導室

【はじめに】入所相談の際、障害者支援施設での生活が難しくなり、必要な医療的ケアが可
能な施設を探している事例が増えている。ご本人やご家族からは「医療だけの入院生活より
日々の生活を楽しめるような施設へ移りたい」といった意向が多く、地域での福祉に関する
本調査研究を行った。【目的】地域で生活している重症心身障害児（者）や医療的ケアを必要
としている障害福祉サービス利用者の把握をすることで、地域の現状やニーズを知り、円
滑な入所支援や相談支援事業所との連携強化に生かす。【方法】柳井医療センターの療養介
護病棟入所者と契約中の相談支援事業所にアンケート調査を実施した。【結果】柳井圏域で
は重症心身障害児5名、重症心身障害者14名が地域（在宅及び施設）で生活されており、相
談支援事業所が担当し把握していることが分かった。また、約7割の相談支援従事者が医療
的ケアに関する相談を受けたことがあったが、この5年間に相談件数の著しい増加はなかっ
た。医療的ケアに関する相談内容では、「生活介護事業所が医療的ケアに対応していない」
等が挙げられた。【考察】アンケート調査より、地域で起こり得る今後の課題として、対象
者の加齢による身体機能の低下や疾病の発症による医療度の高まり、施設・事業所の医療
的ケア対応困難が挙げられると考えられた。また、これらの課題への地域での対応には限
界があり、施設・医療機関・相談支援事業所の連携が重要と考えられた。【まとめ】本調査
研究より、相談支援事業所との連携の重要性を再認識した。また、「療養介護」を今後の選
択肢の一つとして地域の方々にご検討いただき、円滑な入所支援につなげていきたいと考
える。
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P1-81-6
特定行為研修修了看護師育成のための事務的支援について
宮澤∙純一（みやざわ∙じゅんいち）

NHO 舞鶴医療センター事務部

医師の働き方改革施行に伴い、医師の時間外労働時間の削減対策が必須となった。医師の
時間外労働削減にはタスクシフトが有効な手段の一つであるが、そのうちの一つとして特
定行為研修修了看護師の育成を改めて推進する方針を病院として決定した。どの特定行為
にニーズがあるかを検討するために、レセプト等データから、各特定行為にどの程度の時
間を要しているのかを調査した。その結果栄養及び水分管理にかかる薬剤投与関連が882
時間、人工呼吸器関連が239時間、創傷管理関連が225時間等の時間を要していることが
分かった。費用対効果についても以下検討した。特定行為の実績より、医師から看護師へ
移譲可能な業務時間数はおよそ1500時間程度であり、その半分を委譲したとした場合の給
与費削減見込み額は年間300万円程度と試算された。医師の業務負担軽減及び病院経営改
善において大きな効果があることが分かった。これらのこと踏まえ、幹部会議メンバーで
構成される勤務負担軽減検討部会において、費用対効果を共有し、これまで個人負担であっ
た研修受講費用を病院負担に変更することを決定した。以上を受けて改めて応募を行った
結果、3名の応募があり、調整のうえ外科系基本領域パッケージ、創傷管理コース1名及び
救急領域パッケージ2名の受講を決定した。令和6年度に研修受講予定となっている。今後
も毎年3名の育成を行い3年間で9名の研修修了看護師を確保し業務体制を確立していくと
ともに、更なる配置数増も目指していきたい。

P1-81-5
入院支援室における医師事務作業補助者の役割
宮本∙由季（みやもと∙ゆき）1、岡田∙京子（おかだ∙きょうこ）1、堀岡∙直行（ほりおか∙なおゆき）2

1NHO 三重中央医療センター臨床支援室、2NHO 三重中央医療センター事務部

当院に医師事務作業補助制度が導入されてから約14年が経過した．導入当初から，当院
は担当固定制としており，現在36名の医師事務作業補助者（以下『MA』という．）を配置し
ている．業務内容は，徐々に拡大を図ってきて外来陪席業務を中心に書類作成やサマリー
の作成，データ登録業務と各診療科において幅広く業務を行なっている．各診療科により
データ登録業務の内容は様々で，期限のあるデータ登録業務などは，全スタッフで協力し
て行なっており，現在では，がん登録やコロナ患者登録システム（HER―SYS）の入力等に
も業務を拡大している．しかし，医師の業務負担軽減だけでなく，医師の指示のもとで病
院全体の負担軽減に繋がる業務がまだMAにできるのではないかと考えました．そこで院
長はじめ幹部の方針のもと，入院支援室への介入を考えました．他院での取り組みを学ぶ
ために看護師等と研修に参加し，異職種の業務内容を理解しながら業務分担を行っていま
す．現在はまだ立ち上げの段階で始動していませんが，今後どのようにMAが医師や看護
師，コメディカル等と関わり，どのような役割が担えるのかという課題等を報告し，当機
構の実務者やMAの指導的立場を担っている方々にMAの活用の可能性を理解していただ
き，医師だけでなく病院全体の負担軽減やチーム医療の発展に対しても一助となれること
を伝えたいと考えています．

P1-81-4
看護補助者業務を見える化しタスクシフト/タスクシェアに向けた取り組み
今田∙真由美（いまだ∙まゆみ）、大倉∙由起子（おおくら∙ゆきこ）

NHO 岡山医療センター看護部

【背景】A病棟にはアシスタント、ナイトアシスタント、クラークの看護補助者がいる。看
護補助者の業務フローはナイトアシスタントのみ作成されており、アシスタント、クラー
クの業務フローはなかった。アシスタント、クラークの異動者間での申し送りは口頭のみ
で、経験での申し送りとなっていた。また看護師はアシスタントとクラークの業務の違い
を認識していないため、クラークにアシスタント業務を依頼することも多く、本来のクラー
ク業務ができていない状況にあった。そこでアシスタント業務、クラーク業務をすみ分け
る必要があると考え、各看護補助者の業務フローの作成、修正を行ったので報告する。【取
り組み内容】1.クラーク・アシスタントの時間軸に沿った業務内容の把握2.看護師に対して
看護補助者に対する満足度の調査3.看護師から看護補助者へ業務委託したい内容を抽出後、
業務フローを作成4.看護補助者から意見を抽出し、業務フローを改訂【結果】アシスタント・
クラーク業務フローを作成したことでアシスタント、クラークの業務が明確になり、看護
補助者も働きやすい環境になった。看護スタッフの看護補助者に対する満足度が、取り組
み前は37％に対し、取り組み後クラーク88%　アシスタント81％　ナイトアシスタント
56％と全ての看護補助者に対し満足度が向上した。【考察】満足度に大きく差が出たのには、
看護補助者の仕事の向き合い方、コミュニケーション能力、人柄などが影響したのではな
いか。【今後の課題】看護師が各看護補助者の役割を認識し、業務を委託することで看護業
務の負担軽減と時間確保に繋げる。それにより看護の専門的業務に従事し、患者の安全・
安楽の確保に努めていく。

P1-81-3
JNPへのタスクシフトによる医師業務の負担軽減効果
茂木∙綾子（もき∙あやこ）1、安田∙有理（やすだ∙ゆり）2、渡辺∙隆紀（わたなべ∙たかのり）1、伊藤∙淳（いとう∙じゅん）1

1NHO 仙台医療センター乳腺外科、2石巻赤十字病院遺伝診療課

【はじめに】2024年4月より医師の働き方改革が始まり、時間外上限規制が制定された。当
院では、医師不足のため、2017年より乳腺外科で診療看護師（JNP）が活動しており、徐々
にタスクシフト・シェアが行われている。今回、遺伝性乳癌の可能性のある患者のスクリー
ニングの業務を追加し、医師の業務軽減効果について検討した【目的】乳腺外科領域におけ
るタスクシフト・シェアが可能な業務と医師の業務軽減効果を明らかにする。【方法】乳腺
外科領域においてJNPが可能な業務の整理2023年6月～ 2024年3月の乳癌卵巣癌症候
群（HBOC）の可能性のある患者のスクリーニングとHBOC概要説明、BRCA遺伝学的検査

（BRCA検査）同意書作成、BRCA検査オーダー等の実施時にかかった時間の把握【結果】乳
腺外科領域の業務例（回診記録記載、クリニカルパス入力、手術介助、創部処置、検査オー
ダー、薬剤代行入力等）2023年6月～ 2024年3月：HBOC説明患者：66名2023年10
月～ 2024年3月：BRCA検査の同意書作成と検査オーダーを行った患者：27名HBOC
説明、BRCA検査同意書作成・検査オーダー等の所要時間：平均18分、最長48分【考察】
JNPの業務は外来処置、手術助手、病棟管理、検査補助など多岐にわたる。HBOCに関し
ては、主に遺伝カウンセラーや医師、外来看護師がたずさわる場合が多いが、多忙な乳腺
外来診療においては術前対応が難しい場合もある。今回、JNPが介入することにより、遺
伝カウンセラーとJNPでHBOCスクリーニングを行うことにより、タイムリーに情報提供
ができるようなった。また、時間の制約がある医師の負担軽減にもつながった。
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P1-82-2
演題取り下げ

P1-82-1
同一ファントムおよび解析システムを用いた多施設間におけるCTの画質
並びに線量の評価
井手口∙大地（いでぐち∙だいち）1、碇∙直樹（いかり∙なおき）2、立石∙哲士（たていし∙さとし）3、是枝∙大地（これえだ∙だいち）4

1NHO 熊本医療センター診療放射線科、 
2国立がん研究センター中央病院放射線技術部放射線診断技術室、 
3NHO 熊本再春医療センター放射線科、4NHO 九州医療センター放射線部

【目的】2022年の九州地域におけるCT線量調査では、各施設の線量にばらつきがみられ、
同一機種でも線量差が3.6倍の場合があった。近年のCT装置はハード改良による画質向上
に加え、逐次近似応用再構成法（hIR）や深層学習再構成法（DLR）など画像改善技術が進歩
しているため、線量が同じでも画質は異なる可能性がある。今回、同一ファントムおよび
解析システムを用いた多施設間における画質と線量の評価を行い、施設格差の要因につい
て検討したので報告する。【方法】協力の得られた九州地域の10施設において、同一ファ
ントムによる画像データの取得を行った。撮影条件はDRLs2020の頭部単純ルーチン（頭
部）、胸部1相（胸部）、胸部～骨盤1相（胸腹部）、上腹部～骨盤1相（腹部）に該当する各施
設の条件とした。得られた画像データについて解析ソフトで自動解析を行った。評価項目は、
ノイズ量および装置表示CTDIvolとし、全装置および同一機種にて比較した。【結果・考察】
全装置では、頭部は線量差が大きい装置でCTDIvolが約2.1倍に対しノイズ量は約0.97倍
であった。胸部はCTDIvolが約4.6倍に対しノイズ量は約0.99倍であり、胸腹部や腹部で
も同様の傾向であった。同一機種では、頭部においてhIRを使用している装置でノイズ量は
少ないが線量は高い傾向がみられた。胸部や胸腹部、腹部ではDLRを使用している装置が
ノイズ量や線量は低い傾向がみられた。特定の施設や装置で線量が高く、撮影条件の見直
しや最適化が不十分である可能性がある。【結語】画質は同等でも線量は数倍の装置もあり、
最適化が不十分であることが施設格差の要因である。

P1-81-8
診療看護師（JNP）の配属初期の役割構築に向けた前向き検討 －Will-Can-
Mustフレームワークを用いた目標達成戦略アプローチ－
溝上∙佳史（みぞかみ∙よしふみ）1、本田∙和也（ほんだ∙かずや）2、伊藤∙勇人（いとう∙はやと）1、向井∙順哉（むかい∙じゅんや）1、
下永吉∙洋平（しもながよし∙ようへい）1、山口∙圭太（やまぐち∙けいた）1、森∙圭介（もり∙けいすけ）1、太田∙真悟（おおた∙しんご）1、
川崎∙多惠子（かわさき∙たえこ）3、宮本∙俊之（みやもと∙たかし）1

1NHO 長崎医療センター整形外科、2NHO 長崎医療センター脳神経外科、 
3NHO 長崎医療センター看護部

【目的】2024年度、当院整形外科に初めてJNP が配属となった。JNPの配属初期の役割構
築に向けた戦略については国内で十分な知見がない。そこで配属初期のJNP役割構築過程
を前向きに検討し、チーム医療におけるJNPの貢献度を向上させるための取り組みについ
て紹介する。【実際】配属当月に、医師、看護師長、看護師との面談を通じて、JNPが成し
遂げたいこと、周囲のスタッフがJNPに期待する役割などについて、Will-Can-Mustフレー
ムワークを用いて検討した。結果は以下の通りである。Will:整形外科病棟における患者ケ
アの質向上と患者満足度向上を目指し、医師のタスクシフト/シェアによる働き方改革を推
進すること。Can:手術室看護師経験、特定行為実施、チームワーク・協働能力、包括的健
康アセスメント、高度看護実践、医療・保健・福祉システムの活用と開発、倫理的意思決定。
Must:骨折関連感染症の早期発見と介入、薬剤調整、感染管理、水分・栄養管理、リハビリテー
ションのサポート、退院・転院調整、病棟看護師への教育、重症患者ケアの質向上、離床促進、
病棟看護師の役割モデルとしての活動、カンファレンスでの意見提供、患者へのタイムリー
な介入、他科・多職種との連携、疼痛コントロール、看護師からの相談対応などを行う。【考察・
結論】フレームワークを用いてJNPの役割構築に向けた目標設定を実施した。フレームワー
クを用いて関係者と協議し目標設定を行うことで、JNPの役割と責任が明確化され、具体
的な行動計画立案に繋げることができた。また、JNPの活動及びチーム医療への貢献意識
の透明化に繋がり、医療チーム内での信頼関係の構築も期待される。

P1-81-7
予約受付センターの課題解決について
明比∙雅人（あけひ∙まさと）、杉本∙翔平（すぎもと∙しょうへい）

NHO 舞鶴医療センター事務部

1．背景
外来予約枠について、当院では固定時間内の電話受付にて運用しているが、同運用について、
労務管理、患者対応において課題が発生している。具体的には、ア.制限された人員体制の中、
昨今は働き方改革により、休暇取得を推進しているが、同休暇取得時に既存人員の労務負
荷の増大、イ.患者の暴言等による職員の疲弊があげられる。
2．目的
適切な業務・労務管理を実施することで、対応職員の身体的・精神的負担の軽減に努める。
3．事業・活動の内容
・業務効率の向上
予約受付時間が固定されていることから、同時間帯は同業務に専念できるよう、その他業
務については、他時間帯で実施できるよう業務整理を実施。
・AIツールの活用
本来の予約内容外の問い合わせについては、予想し辛い内容もあり、臨機応変に回答を要
する場面もある。現時点では、AIツールを併用し、同状況に対応しているわけではないが、
過去事例等について、AIツールに入力することで、模範解答等を知見として得ることが可
能となり、業務習熟度の向上に寄与している。
．カスハラ対策について
カスハラについては、今後、病院として明確な方針の策定を要する状況ではあるが、現場
レベルで可能な範囲で共通知見を共有することで、精神的負担の軽減に努めている。
4．事業・活動の評価
上記の取り組みにより、現在、当該部署で年休取得率が向上し、働き方改革に寄与してい
ると考える。
5．今後の課題
病院としてのカスハラ対策方針、及び、個人情報等の取り扱いに留意しつつ、AIツールの
実務活用を模索している。
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P1-83-1
盲腸原発Clear cell carcinomaの一例
玉川∙進（たまかわ∙すすむ）、山上∙英樹（やまがみ∙ひでき）

NHO 旭川医療センター病理診断科

盲腸原発のClear cell carcinomaを経験したので報告する。【症例】70歳女性。腹痛で前
医を受診し、虚血性腸炎および腹腔内膿瘍で入院加療。発熱が続くため当院消化器内科に
紹介された。CTで右下腹部に直径8cmを超える腫瘍を指摘され当院に入院となった。内
視鏡所見では盲腸に巨大な1型腫瘍を認めた。【生検】腫瘍は核異型が強く豊かな細胞質を
持つ細胞がシート状に広がっていた。胞巣を作っているようにも見えたため神経内分泌マー
カーの染色を行なったがCD56（-）シナブトフィジン（-）黒モグラニン（-）であった。さらに
AE1AE3（+）サイトケラチン7（-）サイトケラチン20（-）リンパ球マーカーも陰性であった。

【手術】はっきりした病理診断は付いていなかったが、腫瘍が大きくイレウスになる可能性
が高いため当院入院2週間後に回盲部切除が行われた。【手術検体】110x85x70mmの巨大
な1型腫瘍であった。腫瘍細胞は生検時と同じであった。免疫染色ではαフェトプロテイン

（+）であり、AFP産生Clear cell carcinomaと診断した。【考察】現行の大腸癌取扱規約に
はAFP産生腫瘍の記載はあるがClear cell carcinomaの記載はない。文献的考察を加えて
報告する。

P1-82-5
臓器の感受性を考慮した被ばく低減機構を用いた頭部CT撮影における線
量低減の検討
久保田∙帆貴（くぼた∙ほだか）

NHO 高知病院放射線科

【背景・目的】頭部CTを撮影する際、放射性感受性の高い水晶体における被ばく低減が
重要とされる。特定の照射方向からの線量を制限することができるOrgan Effective 
Modulation（OEM）、 の 特 性 を 評 価 し た。【使用機器】X線CT装 置：Aquilion PRIME 
Beyond Edition（キャノンメディカルシステムズ）非接続型X線計測器：Piranha（アクロ
バイオ）半導体検出器：CT Dose Profiler（アクロバイオ）CTDI測定用ファントム（Pro-
Project社）水ファントム【方法】OEMの有無と測定位置を変化させ線量低減率とノイズ増
加率を求めた。撮影方法はVolume scanにて撮影した。測定は10回行い、平均値を算出
した。〇線量低減率について線量測定として、アクリルファントムと半導体検出器を用い
て中心部と辺縁部を測定し、OEMの有無の値から線量低減率を算出した。〇ノイズ増加率
について水ファントムを用いて、ガントリ中心にROIを設定し、SD値を算出した。求めた
SD値よりノイズ増加率を算出した。【結果・考察】線量低減率については、OEMを使用する
ことによりY方向の場合、前面部で最も大きく、X方向の場合は位置にほぼ均等に低減され
た。ノイズ増加率については、前面部で最もノイズが増加率が大きくなった。OEMは前面
部の管電流を低下させ、背面部からの管電流は増加させないようになっている。そのため
計画時に設定したSD値より数値が高くなる場合がある。【結語】OEMを用いることで水晶
体などの放射性感受性の高い組織への被ばく低減に有効であることが示唆された。

P1-82-4
外傷頭部CTでのスキャンモード変化時に影響するノイズ特性評価につい
ての検討～ Helical ScanとVariable Helical Pitch Scanの比較～
青山∙峻也（あおやま∙しゅんや）、中山∙純平（なかやま∙じゅんぺい）、林∙勇樹（はやし∙ゆうき）、多田∙和弘（ただ∙かずひろ）、
川本∙茂（かわもと∙しげる）

NHO 名古屋医療センター放射線診断科

【背景・目的】当院では救急において頭部および頚椎単純CTの依頼がある際に、頭部と頸
椎を別々に撮影する場合と、撮影時間の短縮や連続的なデータ取得を図るためVariable 
Helical Pitch（以下:vHP）を用いて撮影を行うことがある。しかし、vHPでは頭部の画質が
劣化していることが見受けられた。そのため、頭部ノイズ特性評価においてHelicalとvHP
での画質について検討を行った。【方法】Canon社製CT装置Aquilion Prime SP、水ファ
ントム（直径20cm）、Catphan600を使用し、SD、CNR、NSPについてHelicalとvHPに
て撮影を行い、それぞれ5回分の収集データからCTmeasure099dを用いて解析を行った。
撮影条件についてはスキャンモード、画像再構成方法（FBP、AIDR）以外は同一条件で行っ
た。【結果】SD、CNRについては、vHPに対してHelicalの方が良好な値を示した。NPSに
ついては、低周波成分においてvHPに対してHelicalの方が良好な値を示した。高周波成分
においてはHelical AIDR、vHP AIDR、Helical FBP、vHP FBPの順で良好な値を示した。
AIDRを使用するとvHP、Helicalともに高周波成分のノイズが低減されていた。視覚評価
についてもvHPに対してHelicalの方が視認性の良い結果となった。【考察・まとめ】今回は
ファントム実験であるが、臨床で感じているHelicalに対してvHPの画質が劣化しているこ
とが定量的に評価できた。vHPはメタルアーチファクト低減技術やチルト機構を使用でき
ないことやノイズ特性も悪くなるため、当院ではHelicalでの撮影を推奨することとなった。
今回は頭蓋内病変を評価するため、ノイズ特性評価のみ行ったが、今後は空間分解能や被
ばく線量等も視野に入れ評価を行う必要がある。

P1-82-3
320列 area detector CT における異なる検出器構成を用いたヘリカル
スキャンに対する時間分解能及びアーチファクトの検討
菊地∙樹大（きくち∙じゅだい）、大曽根∙敏彰（おおそね∙としあき）、小笠原∙将（おがさわら∙まさし）、森∙拓真（もり∙たくま）、
屋宜∙直行（やぎ∙なおゆき）、田村∙正樹（たむら∙まさき）、武田∙聡司（たけだ∙さとし）

NHO 災害医療センター中央放射線部

【背景】
被写体の動きによるモーションアーチファクトの低減には、時間分解能を高く設定する必
要がある。当院で稼働しているキヤノン社製：Aquilion ONE PRISUMはヘリカルスキャ
ンにおいて160列まで選択が可能である。スキャン計画時にこの検出器構成に加え、時間
分解能に起因するパラメータを簡便に変更することができるが、どの設定がより高い時間
分解能を示すかは不明である。

【目的】
検出器構成、ピッチファクタ（PF）、管球回転速度の変更に対する時間分解能の測定、及び
ヘリカルアーチファクトを評価し、時間分解能を優先させた検査における最適パラメータ
の検討を行った。

【方法】
時間分解能の測定には落下法を採用した。CT装置の面内方向に対し垂直に金属球を高速で
通過させ、パラメータ毎に画像を取得した。同一スライス面の画像を時間軸で測定しTSP
を取得、FWHMを算出した。ヘリカルアーチファクトは周辺を水で満たし中心に鉄製棒を
配置した自作ファントムを用いて画像を取得し、最小PFを基準画像としたサブトラクショ
ン画像を作成し評価した。

【結果】
80列はPF：1.4、管球回転速度：0.275、160列はPF：0.944、管球回転速度：0.275が
高い時間分解能を示しFWHMは同じ値となった。しかし、TSPは160列の方が中心部に高
いレスポンスを示す形状となった。また、自作ファントム画像よりへリカルアーチファク
トは80列の方が顕著に現れた。

【結論】
当院のCT装置において時間分解能を優先させた検査では、160列、PF：0.944、管球回転
速度：0.275を選択することで、高い時間分解能を有しヘリカルアーチファクトを抑えた
画像が得られると考える。
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P1-83-5
致死的な経過をたどったTAFRO症候群の一例
末兼∙和佳（すえかね∙わか）1、黒木∙和哉（くろぎ∙かずや）1、中島∙央律紗（なかしま∙おりさ）1、本村∙壮（もとむら∙そう）1、
田場∙充（たば∙みつる）2、内藤∙愼ニ（ないとう∙しんじ）2

1NHO 嬉野医療センター総合診療科、2NHO 嬉野医療センター病理診断科

【症例】65歳男性. 全身倦怠感, 頭痛, 咽頭痛等の症状があり, 前医受診. 発熱や黄疸があり,　
精査加療目的に当院紹介受診となった. 【経過】来院時, 発熱・黄疸あり. 血液検査で炎症所
見の上昇, T-Bil 7.3mg/dl, PLT9.0×10^3/μlであった. 画像検査では明確な感染源はな
く, 閉塞性黄疸についても閉塞機転を疑う所見は認めなかった. 両側腎腫大が軽度あり, 左
頸部と腹腔内のリンパ節腫大を認めた. 敗血症による臓器障害を中心として抗菌薬はリケッ
チア感染症を考慮し, CTRXに加えてMINOも追加した. その後, Bil上昇, 血小板減少の進
行を認めた. 炎症所見は横ばいで推移していたが, 徐々に全身状態が悪化し, 著明な肝腫大
や腎腫大を認めた. リンパ節生検を施行しようとしたが, 第6病日に急変し, 心停止. 死亡確
認となった. 病理解剖を行い, 血小板減少, 肝腫大・腎腫大・脾腫・リンパ節腫大, 漿液性の
胸腹水貯留を認め, TAFRO症候群の診断となった.　【考察】TAFRO症候群は, 明らかな原
因なしに急性または亜急性に, 発熱, 全身性浮腫, 血小板減少をきたし, 腎障害, 貧血, 臓器
腫大などを伴う全身炎症性疾患である. またリンパ節生検でCastleman病様の所見や, 骨
髄線維化または骨髄巨核球増多を認める. 本症例では進行が早く, 病理解剖後にTAFRO症
候群の診断となった. 不明熱の鑑別として, 血小板減少や体液貯留, 臓器腫大を認めた場合
には早期からTAFRO症候群を疑い, 生検やステロイド治療を行うことが重要であると考え
られた.

P1-83-4
肺腺癌に肺クリプトコックス症を合併した稀な1例
原∙詩織（はら∙しおり）1、内藤∙愼二（ないとう∙しんじ）1,2、小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）1、田場∙充（たば∙みつる）2

1NHO 嬉野医療センター教育研修部、2NHO 嬉野医療センター病理診断科

【症例】75歳女性。喫煙歴はない。2月X日に消化器内科を受診した際、偶発的に右下肺に
結節影を指摘された。悪性腫瘍の可能性があり、気管支鏡検査を施行したが確定診断には
至らなかった。臨床所見からは右下葉肺癌が疑われたため、胸腔鏡補助下右底区切除を施
行した。病理結果ではMinimally invasive adenocarcinoma pT1miN0M0 pStagelA1
の診断であり、背景組織にはクリプトコックス症が認められた。【考察】肺クリプトコック
ス症は肺内に単発の結節影を呈することがあり、しばしば肺癌との鑑別を要する。しかし
ながら、両者が合併することは稀であり、本例は、この稀な1例であり文献的考察を加えて
報告する。

P1-83-3
乳癌におけるDual Color  in situ  Hybridization法（DISH法）の検討
伊藤∙綾音（いとう∙あやね）1、橋本∙夏実（はしもと∙なつみ）1、山崎∙真鈴（やまさき∙まりん）1、澤野∙智哉（さわの∙ともや）1、
中筋∙美穂（なかすじ∙みほ）1、星川∙じゆん（ほしかわ∙じゆん）1、久野∙欽子（くの∙よしこ）1、大森∙健彦（おおもり∙たけひこ）1、
山本∙涼子（やまもと∙りょうこ）1、岩越∙朱里（いわこし∙あかり）2、村上∙善子（むらかみ∙よしこ）2、西村∙理惠子（にしむら∙りえこ）2、
市原∙周（いちはら∙しゅう）2

1NHO 名古屋医療センター臨床検査科、2NHO 名古屋医療センター病理診断科

【はじめに】乳癌の抗HER2治療薬投与対象の患者選別に用いるタンパク過剰発現および
遺伝子増幅の検査は、免疫組織化学染色でHER2が2+であった場合、追加検査でin situ 
Hybridization法（Fluorescence in situ Hybridization法 あ る い はDual Color in situ 
Hybridization法　以下FISH法、DISH法）を行っている。当院はFISH法を外部委託で実施
していたが、検査所要日数が外部委託先に提出後、臨床へ結果報告をするまでの時間が10
日前後であるため、臨床より院内でDISH法の導入の依頼があった。今回、DISH法の染色
プロトコールを検討したので報告する。

【方法】機械は自動免疫染色装置 Ventana BenchMark ULTRA（Roche）、試薬はベンタナ 
DISH HER2キット（Roche）を使用した。HER2検査ガイド（Roche）記載の推奨プロトコー
ルを参考に染色プロトコールの検討を行った。また、FISH法検査済みの既存検体を用いて
FISH法との比較についても検討した。

【結果】推奨プロトコールではシグナルが弱い、背景が赤く共染されるなどの問題が発生し、
十分な染色性を得られなかった。追加検討として前処理や共染の抑制を加味した染色プロ
トコールを作成し、良好な染色性を得た。また、乳腺9症例を対象としたFISH法と追加検
討時のDISH法の結果については大きな乖離を認めなかった。

【まとめ】前処理や共染の抑制を加味した染色プロトコールを作成することで良好な染色性
を得ることができたこと、FISH法と追加検討時のDISH法の結果では大きな乖離を認めな
かったことから院内に導入しても問題ないと考えた。また、DISH法を導入したことで検査
所要日数が薄切後、平均で5日程度となり臨床からの要望に応えられた。

P1-83-2
一般検査が契機となり癌性胸膜炎が疑われた1症例
高橋∙理紗（たかはし∙りさ）1、森本∙涼（もりもと∙りょう）1、桑畑∙紗己（くわはた∙さき）1、折原∙里美（おりはら∙さとみ）1、
寺戸∙一昭（てらど∙かずあき）1、岡戸∙実（おかど∙みのり）1、古谷∙能祥（ふるたに∙のぶよし）1、阿久津∙朋子（あくつ∙ともこ）1、
小川∙裕子（おがわ∙ゆうこ）1、宮澤∙寿幸（みやざわ∙ひさゆき）1、西川∙眞史（にしかわ∙まさふみ）2、平岩∙卓（ひらいわ∙たく）3

1NHO 栃木医療センター臨床検査科、2NHO 栃木医療センター病理診断科、 
3NHO 栃木医療センター内科

【はじめに】一般検査にて胃癌患者の胸水から異型細胞が認められたことを契機に細胞診検
査が追加となり癌性胸膜炎が疑われた症例を経験したので報告する。【症例】80代男性。1
年半前に肝転移を有する胃癌と診断され化学療法を受けていた。労作時の呼吸困難感、食
思不振、嘔吐を訴え受診。貧血、心不全の診断で入院となった。【検査所見】入院時の血液
検査はHb 5.3g/dL、BNP 341.0pg/mL。第4病日胸腔穿刺を行い、胸水は一般検査のみ
が依頼された。胸水検査は色調 黄色、混濁（－）、TP 1.9 g/dL、細胞数 195/μL、Neut 2％、
Lymph 96%、Mono 2%、核は偏在や不整を呈し細胞質は泡沫状や空胞状を呈する細胞が
集塊状に散見され、異型細胞が疑われた。【経過】胸水の外観が正常であり患者が心不全で
あったことから胸水貯留の原因は心不全によるものと判断された。しかし一般検査を契機
に癌性胸膜炎が疑われ細胞診検査が追加となり、結果は細胞数に乏しく変性も強いため細
胞評価は困難であったが悪性疑いとされた。患者は胃癌の終末期であり、緩和ケアを中心
に行っていく方針となった。【考察】当院で2023年度に一般検査に依頼があった胸水・腹水・
心嚢液検体105件のうち細胞診検査も同時に依頼されたのは79件であった。一般検査のみ
が依頼された26件のうち、異型細胞が認められ細胞診検査が追加となったのは本症例の1
件のみであった。一般検査担当者は細胞検査士と異なり専門的な細胞学的教育を継続的に
受けている技師は少なく異型細胞を正しく判読できる技師はかなり少ないと言われており、
この症例のように異型細胞を見逃さないための教育体制の構築とその維持に努めていきた
い。
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P1-84-4
難治性肺MAC症に対するアミカシン硫酸塩吸入製剤導入クリティカルパ
スの作成
本城∙綾子（ほんじょう∙あやこ）1、新居∙卓朗（にい∙たくろう）2、秋葉∙絵理（あきば∙えり）3、藤井∙大和（ふじい∙やまと）4、
萬浪∙綾乃（まんなみ∙あやの）4、真鍋∙悟（まなべ∙さとる）5、藤本∙康之（ふじもと∙やすゆき）6、藤田∙愛（ふじた∙あい）1、
木田∙博（きだ∙ひろし）2

1NHO 大阪刀根山医療センター看護部、2NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器内科、 
3NHO 大阪刀根山医療センター医事課、4NHO 大阪刀根山医療センター薬剤部、 
5NHO 大阪刀根山医療センター栄養管理室、6NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科

【背景】アミカシン硫酸塩吸入製剤（以下ALIS）は、難治性肺MAC症の新たな治療として効
果が期待されている。しかしALISは高額で吸入手技の複雑さや長期継続など、治療への意
思決定支援や教育が必要なため、入院によるALIS導入システムを構築した。そのシステム
をベースとして、吸入指導だけでなく多職種で教育介入するクリティカルパスを作成した
ので報告する。

【内容】ALIS導入クリティカルパス（以下パス）の内容は多職種で検討・調整した。パスの対
象はADLに支障がなく自己管理可能な患者とし、3泊4日で作成した。外来においてALIS
導入前の説明チェック表を用いて、多職種分担で薬剤や吸入方法、費用負担等について説
明し、患者の意思を確認してから入院を決定することとした。パスでは肺MAC症に必要な
検査（視力・聴力、喀痰、画像診断等）を標準とし、呼吸リハビリ・排痰法、栄養指導を組
み込んだ。吸入手技は、初日から看護師が段階的に指導し、薬剤指導で評価して4日間で習
得できるように設定した。

【結果】パスにより検査や多職種の指導が効率的に進められるようになった。吸入手技と機
器管理は複雑であるが、どの看護師もパスの通りに進めれば間違いなく指導できるとの声
があった。作成後の1年間で、パス使用のALIS導入患者は13名、平均年齢73.9（±11.3）
歳であった。副作用による中断は5名であったが、手技やモチベーション低下による中断は
なかった。パス自体は好評であったが、運用方法の周知について不足があった。

【まとめ】多職種介入のパスを用いることで、短期間の教育であっても、患者の手技やモチ
ベーションを維持できると考える。パス運用については、マニュアル整備と周知が課題で
ある。

P1-84-3
周辺症状が顕著な認知症患者とその家族への認知症クリティカルパスの有
効性
伊藤∙ありす（いとう∙ありす）、山崎∙有記（やまざき∙ゆうき）、青木∙信親（あおき∙のぶちか）

NHO 榊原病院看護科

【目的】A病院では暴力やケア抵抗といった周辺症状が顕著な認知症患者が多く、家族が疲
弊し医療者主体の医療となってしまっている。そこで認知症パスを活用した看護の調査を
行いこの課題を明確にすることで、看護の質向上につながると考える。【方法】看護職員を
対象に（1）治療の標準化（2）治療の視覚化（3）看護評価（4）各医療者の役割（5）多職種連携

（6）ケア会議の実施（7）病状理解（8）治療協力（9）達成目標への意識度について4段階評価
でアンケートを実施した。また回答理由に自由記載を取り入れた。A病院倫理審査委員会の
承諾を得た。【結果】（1）治療の標準化について48％（6）ケア会議の実施について40％が

「そう思う・ややそう思う」と回答した。背景として、家族が疎遠となり患者の認知機能低
下により意思決定支援が困難のため、患者・家族との話し合いが十分に行えていないこと
が挙げられた。またパスの活用について「意識して活用していきたい。」「うまく活用できた
ら、その効果が発揮されると思う。」と前向きな回答が多かった。【考察】今回のアンケート
調査により、パスの必要性を再認識し、職員の意識づけにつながった。また、患者の認知
機能の程度や症状によって治療の説明が難しいこと、家族も同様に高齢であること、介護
疲れで疎遠になっていることから、個別性のある説明が重要と考える。【結論】認知症看護
では、患者やその家族に治療の説明を行うことが難しい事例が多い。パスの効果である効
率化・標準化・透明化を発揮することで、治療の中心に患者がいることを意識することが
でき、患者主体の医療・看護につながる。そのために、まずはチームでパスの活用を促進
することが重要だと分かった。

P1-84-2
紙パスから電子カルテクリティカルパス移行への取り組み
小渡∙美奈子（おど∙みなこ）1,2、阿部∙香澄（あべ∙かすみ）1、平良∙恵（たいら∙めぐみ）1、藤田∙香織（ふじた∙かおり）2

1NHO 沖縄病院看護部、2NHO 沖縄病院呼吸器内科

【目的】A病院のクリティカルパスは、同一の検査であっても紙パスと電子パスに分かれて
おり、部署によって使用するパスの活用が統一されていなかった。大腸検査電子パスの項
目を見直し、処方オーダとパスの連動を追加しスタッフ教育を行うことで、紙パスから電
子パスへ統一する。【方法】1.電子パスを活用していない部署に対し、活用していない理由

（問題点）について聞き取りを行った。2.電子パスのメリットや電子パスの使用方法の伝達
を行った。3.電子パスの見直しを行い、処方オーダとパスを連動した。【結果・考察】1.電子
パスを活用していない部署へ聞き取りを行うと、検査前日に患者へ連絡の有無やその他の
特記事項など、情報を紙パスに記載していることから電子パスへの移行は困難であると回
答があった。2.クリティカルパス委員会では、電子パスの活用方法と各部署に紙パスから
電子パスへの周知、電子パス活用後に見直しを行ってほしい項目の意見交換を行った。3.電
子パスの見直し・追加したこととして、大腸検査を外来から受ける患者と入院中に検査を
受ける患者用パスを統一した。検査に必要な薬剤は、その都度処方依頼を行い薬剤受領等
を行っていたが、処方オーダとパスを連動し看護師の業務改善へとつながった。【結論】大
腸検査パスを電子パスへ統一できたことで、看護記録の二重記録がなくなり、内視鏡看護
師の負担軽減となった。内視鏡検査医が検査毎に処方していた検査薬は、処方オーダがパ
スと連動し活用することで、薬局への処方が一元化されたため、業務の時間短縮に繋げる
ことができた。

P1-84-1
「癒着性腸閉塞」パスの退院時バリアンス方式の分析事例について

東野∙和美（ひがしの∙かずみ）

NHO 京都医療センター事務部企画課経営企画係

【目的】当院はR7年度に病院機能評価を受審予定である。前回受審時に1.5.2「診療の質の
向上に向けた活動に取り組んでいる」はA評価だったが、日々のアウトカム判定登録につい
ては今後の課題となった。受審前に、先ずは退院時バリアンス方式による分析を進めるこ
ととした。【方法】R5年4月1日からR6年3月31日の期間内に退院した外科の患者で「癒
着性腸閉塞（パス日数8日、060210XX9910XX）」パスを適用した35例において退院時評
価（正負）及び、バリアンス発生要因により、問題点、課題を抽出し検討を行った。【結果】
パス35症例より、パス適用誤り等5例を除く30例を検討した。平均年齢は77.4歳で男性
11例　女性19例、平均在院日数11.8日、中央値は10.0日だった。正のバリアンス（早く
達成）7例（平均6.4日）、予定通り6例（平均8日）、負のバリアンス（遅く達成）17例（平均
15.4日）だった。早く達成の理由は「本疾患から発生した問題」1で登録率は14.3％、遅く
達成の理由は「本疾患から発生した問題」6、「別疾患＜基礎疾患＞から発生した問題」1とな
り登録率は41.2％だった。【考察】適用時のパス選択誤りや退院時評価の登録誤りがあり、
パスの適用方法や退院時評価について周知が必要と考える。また「早く達成」「遅く達成」時
のバリアンス発生要因登録が少なく、パスの見直しには診療録を確認する必要がある。【結
語】退院時評価についてはパス日数に対してのみの評価であるため、診療内容を考慮するに
は日々のアウトカム判定登録の上、「ゲートウェイ方式」によるバリアンス分析が必要と考
える。今回の分析を踏まえて、病院機能評価受審までにより良いデータ分析を行えるよう
準備を進めたい。
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P1-85-3
COVID-19が5類移行後若手看護師に生じた不安やストレス
大部∙知史（おおぶ∙さとし）、中垣∙友花（なかがき∙ゆうか）、山下∙信人（やました∙のぶひと）、中田∙翔太（なかた∙しょうた）、
松本∙恵（まつもと∙めぐみ）

NHO 東広島医療センター 1病棟

【研究目的】COVID-19流行時期に入職した2 ～ 4年目看護師の一般患者を受け持つにあ
たっての不安やストレスを明らかにする。【方法】1.研究期間：令和5年9月～令和5年12
月 2.対象者：入職して2 ～ 4年目の主にCOVID-19患者しか受け持ちをしたことのない看
護師（若手看護師）8名に実施した。3.データ収集方法：インタビューガイドを用いた半構
造化面接法を実施し、インタビュー内容から逐語録を作成、データをコード化し、意味内
容の類似性を研究者間で検討しながらカテゴリー化を行った。【倫理的配慮】A病院倫理委
員会の承認を得た後、対象者に本研究の趣旨およびプライバシーの保護、研究協力は任意
であること、不参加による不利益は生じないことを説明した。【結果】若手看護師が感じて
いた不安やストレスの要因は、39コード、8サブカテゴリー、5カテゴリー【一般患者対応
の経験不足】【多忙な職場環境】【対人関係で生じたストレス】【求められる業務量の変化】【知
識の不足】が抽出された。【考察】看護実践力の向上には実践を通した学習が必要不可欠であ
る。しかし若手看護師は、そのような場が少なく看護実践能力の向上が困難であったことが、
不安やストレスの大きな要因と考えられた。【結論】感染症病棟から一般患者受け入れが再
開し、若手看護師は求められる業務内容の変化に不安やストレスを感じていることが明ら
かになった。

P1-85-2
ヘルスケア・アートが患者に及ぼす影響について
山内∙美和（やまうち∙みわ）

NHO 東名古屋病院看護部西6病棟

〈はじめに〉ヘルスケア・アートとは、アートを活用して不安やストレスを軽減するだけで
はなく、人々の絆と生きる力を後押しする取り組みである。結核病棟は、閉鎖的環境であ
り長期入院となりADLや闘病意欲が低下しやすい状況である。ラジオ体操で生活リズムを
整えるように働きかけているが、昼夜逆転や認知機能が低下する高齢患者も多く他者との
交流や離床時間を増やす必要があると考えた。患者とともに作品づくりを行い、作品から
感じるパワーを療養生活への意欲につなげたいと考え、身近なペットボトルキャップを使
用したヘルスケ・アートに取り組んだ。〈実施・結果〉約半年かけ患者と様々な職種が参加
し作品を作成させた。患者からは「大勢の人とつくるのは楽しい」「体を動かすことは苦手
だけど楽しかった」など前向きな発言が聞かれた。また看護師からは「普段離床していない
患者様も車いすに座ることができた」と離床を実感する声も聞かれた。〈考察〉作品作りを通
して、様々な職種が参加することでコミュニケーションが活性化された。閉鎖的な環境の
なかでは単調な生活になってしまうが、アート作りを通して臥床時間の長い患者の離床の
動機づけになり活動時間を増やすことができたと考える。また作品を完成させることで患
者・医療者の達成感となり喜びを共有し闘病意欲につながったといえる。〈おわりに〉今回
の活動はコミュニケーションが芽生え、療養生活の楽しみになり、患者の心を和らげる効
果があるといえる。持続可能な開発目標（SDGs）ゴール3.3の目標では、2030年までに結
核の世界的流行の終息を目指している。入院中の患者だけではなく、ワクチン寄付への活
動にもつながった。

P1-85-1
HIV陽性者の療養支援と地域の暮らしを支えるための連携
東∙政美（ひがし∙まさみ）、中濱∙智子（なかはま∙ともこ）、米田∙奈津子（よねだ∙なつこ）、冨田∙亜沙美（とみた∙あさみ）、
川上∙絵里（かわかみ∙えり）、河村∙湖 （々かわむら∙ここ）

NHO 大阪医療センター看護部

【背景】HIV感染症は、長期療養が可能な慢性疾患となり、高齢化、後遺症の残存、悪性疾
患、精神疾患、生活習慣病など併存疾患も多く、治療の複雑さや療養の困難さが課題となっ
ている。そのため「病気を持ちながら地域・社会で生きていく」ことは、医療に限らず、介
護・福祉も踏まえた地域との連携が必要となる。【目的】医療従事者・地域支援者への情報
発信及び教育活動を行い効果的な連携を図る【方法】医療従事者、地域支援者（保健師・介護・
福祉職等）を対象としたHIV感染症に関する研修会、病院内外での啓発活動を行う。【結果】
院内看護師への教育活動、HIV検査普及週間、世界エイズデーに合わせての啓発活動を実施
した。また、医療従事者への研修会、地域への出前研修を実施し、参加者からは「昔の知識
のままだったが、治療の進歩に驚いた」「患者理解の大切さを知れた」「当事者の声を聞く
機会は貴重だった」との声の一方、「頭ではわかるが受け入れは心配」「感染対策を見直して
からでないと患者の入所は難しいかも」など、病院や地域サービスの利用、施設等において
は受け入れへの不安など率直な声もあった。【考察】疾患や支援について、教育機会を提供
できたことで、知識や実践で活用できる情報習得はできたと考える。しかし、実際の患者
の受け入れや支援については、不安や患者の理解に不十分さなど課題は残存している。【結
論】医療従事者及び地域支援者への継続的な教育活動は有効であり、継続の意義はある。そ
して、研修等の参加者の実践での活用における不安や疑問の対応、患者の受け入れ促進には、
担当者や支援相談等の窓口を明確にし、「顔の見える」連携が行えるようにしていく。

P1-84-5
クリニカルパス見直しによるベンゾジアゼピン系薬剤の縮減
目黒∙康平（めぐろ∙こうへい）1、山本∙夏華（やまもと∙なつか）1、鈴木∙慧（すずき∙さとる）1、駒井∙信子（こまい∙のぶこ）1,2、
小川∙千晶（おがわ∙ちあき）2、宮田∙佳奈（みやた∙かな）1、小林∙佳郎（こばやし∙よしろう）1

1NHO 東京医療センタークリニカルパス委員会、2NHO 東京医療センター薬剤部

【目的】クリニカルパス（以下、パス）は、医療の質を改善する手法である。しかし、東京医
療センターでは、ベンゾジアゼピン系薬剤およびZ-drug（以下、BZ系薬剤）を含む不眠時
指示が登録されたパス（以下、BZパス）が散見され、入院中に使用されることがあった。そ
こで、パス委員会はBZパスを見直すため、全パスを対象とするBZ系薬剤の登録状況調査、
パス審査項目にBZ系薬剤の適正使用を追加し、前回報告した。今回は、パス見直しによる
効果を検証すべく、入院中にBZ系薬剤を1回以上使用した患者の割合を調査した。

【方法】DPC分析支援システムを用い、入院中にBZ系薬剤を1回以上使用した患者の割合
を算出した。なお、BZパスの種類は2022年5月166種類（n=286）、2023年5月135
種類（n=348）、2024年5月93種類（n=317）であり、パス使用割合は2021年度より
2023年度まで47%程度であった。

【結果】全患者に対し、入院中にBZ系薬剤を1回以上使用した患者の割合は、2021年度
19.1%、2022年度17.6%、2023年度16.7%と減少した。

【考察】今回の集計方法はパス適用の有無を考慮できないため、パス見直しの効果のみを反
映するものではない。一方で、BZパスが減少したことで、入院中にBZ系薬剤を1回以上
使用した患者割合が減少することには一定程度の効果があったと考える。

【結論】パスは医療の質を改善するための手法であり、パス見直しは入院中にBZ系薬剤を1
回以上使用した患者の割合の減少にも寄与した。今後もパス見直しを継続し、BZ系薬剤の
縮減による転倒事故減少への効果を検証したい。
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P1-86-2
フルカラー 3Dプリンターと、カラーフィラメントを活用した3Dプリン
ターの腎臓3D模型作成における作業効率化とコストの検討
松田∙毅（まつだ∙つよし）1、木村∙勁介（きむら∙けいすけ）1、高田∙徳容（たかだ∙のりかた）3、丸山∙覚（まるやま∙さとる）3、
原林∙透（はらばやし∙とおる）3、南部∙敏和（なんぶ∙としかず）2

1NHO 北海道がんセンター放射線診療部放射線科、 
2NHO 北海道がんセンター放射線診療部放射線診断科、3NHO 北海道がんセンター泌尿器科

【目的】
当院ではda Vinciを活用した腹腔鏡下の腎臓部分切除術が行われており、手術支援として
3D腎臓模型を作成している。以前は複数のインクで部位を塗り分けるフルカラー 3Dプリ
ンターで腎臓模型の作成を行っていたが、模型作成の時間の長さに加え、装置の不具合が
頻発し安定的な運用が難しかった。現在は樹脂にあらかじめ色がついたカラーフィラメン
トを用いて3Dプリンターで模型作成を行っている。本研究ではフルカラー 3Dプリンター
とカラーフィラメント3Dプリンターに関して、作業効率化とコストの2つの観点で比較検
討を行う。

【方法】
フルカラー 3Dプリンター（XYZ printing社、ダヴィンチ）とカラーフィラメント3Dプリ
ンター（Bambu Lab、X1-Carbon 3D プリンター）に3DCT画像を取り込み、アプリケー
ション上で模型作成のシミュレーションを行い、装置の稼働時間と模型作成のコストを算
出した。

【成績】
カラーフィラメント3Dプリンターでは、フルカラー 3Dプリンターより模型作成のコスト
が上昇したものの、インク詰まりをはじめとしたエラーが解消された。装置の稼働時間は
長くなったが、エラー発生頻度の低下により作業効率が向上し、安定的な運用を実現した。

【結論】
カラーフィラメントによる模型作成では、フルカラー 3Dプリンターよりもコストは上昇し
たが、作業効率の向上により時間外勤務が減り、模型作成業務全体のコストを削減できた。
3Dプリンターの購入時には、作業効率とコスト削減の観点で機種選定することが理想的で
ある。

P1-86-1
二部門連係による頸動脈エコー検査の立ち上げと経過
四丸∙真俊（しまる∙まさとし）1、小室∙普嗣（こむろ∙あつし）1,2、竹原∙和宏（たけはら∙かずひろ）1,3、
谷本∙優翔（たにもと∙ゆうと）1、尾崎∙龍之介（おざき∙りゅうのすけ）4、黒川∙美和子（くろかわ∙みわこ）4、
藤野∙正裕（ふじの∙まさひろ）4、喜多∙嘉伸（きた∙よしのぶ）1

1NHO 紫香楽病院放射線科、2NHO 神戸医療センター放射線科、3NHO 京都医療センター放射線科、 
4NHO 紫香楽病院研究検査科

【背景】当院は慢性期疾患が主で，大型医療機器はX線CTのみの施設であるため収益向上が
見込み難い．また検査の種類も少ないことから，何かできることはないか模索していた．【目
的】当院において未実施の頸動脈エコー検査を立ち上げ，地域住民への医療に貢献すること
および病院の収益改善を目指す．また，診療放射線技師，臨床検査技師が超音波検査を実
施し，業務のモチベーションを向上させる．【方法】頸動脈エコー検査を立ち上げるため，
ハンズオンセミナーや経験者による指導を週1回行い，頸動脈エコー検査を実施出来る診療
放射線技師，臨床検査技師を育成する．また，患者への周知，関心を高めるために，ポス
ターを作成し院内に掲示する．【結果】ポスター作成による啓発活動を行い，頸動脈エコー
検査を実施することで病院の収益に貢献ができた．また，検査の施行から検査結果のレポー
ト記載までをすることで責任感と緊張感を持てるようになった．【まとめ】新たな検査を実
施することで，地域住民への医療に貢献ができ，病院経営にも貢献することができた．国
立病院機構の近畿グループ内で，診療放射線技師が超音波検査を実施している施設は当院
のみである．診療放射線技師，臨床検査技師共に成長意欲と仕事への充実感がうまれ，業
務に対するモチベーションの向上がもたらされた．

P1-85-5
がん罹患中の新型コロナウイルス感染症患者に対して急変時対応ができる
病棟を目指した取り組み
大久保∙晴明（おおくぼ∙はるあき）、梅田∙由紀子（うめだ∙ゆきこ）、中野∙貴代子（なかの∙きよこ）、近藤∙千秋（こんどう∙ちあき）、
柳∙朝子（りゅう∙あさこ）、荒井∙由美子（あらい∙ゆみこ）

国立がん研究センター中央病院看護部11B病棟

【はじめに】
当病棟はがん専門病院における新型コロナウイルス感染症患者を診療する唯一の部署であ
る。看護師は急変時対応の経験が少なく、知識・技術が不十分であった。そのため急変時
対応ができる病棟を目指し、取り組みを実施した。

【目的】
看護師は急変時対応に必要な知識・技術を習得できる
医療者間で患者の状態変化を事前に共有できる

【取り組み内容と評価方法】
取り組み期間は2023年10月～ 2024年2月の5 ヶ月間とした。
知識・技術習得のために救急カート薬剤の使用方法一覧表を作成、ネイザルハイフロー・
酸素投与の勉強会、気管内挿管トレーニング、急変時シュミレーショントレーニングを実
施した。患者の状態変化を共有するために『急変リスク患者の医師・看護師合同カンファレ
ンス規定』を作成してカンファレンスを実施した。
評価方法と目標は、知識・技術はテスト正答率80％以上、カンファレンスは対象患者の実
施率100％とした。

【結果】
知識・技術テストでは全スタッフが正答率80％以上で目標を達成した。急変時シュミレー
ショントレーニングでは気管内挿管は48％で目標を達成できず、BLSとACLSは80％以上
で目標を達成した。カンファレンスは対象患者2名中2名の実施率100％で目標を達成し
た。

【考察】
急変時対応に必要な知識・技術をピックアップして介入したことで、短期間で知識・技術
を向上できた。また急変時シュミレーショントレーニングを行うことで、習得した知識や
技術が実際に活用できるか評価でき、部署の課題が明確となった。
急変リスク患者は多職種合同カンファレンスで、患者の病態・治療方針・必要な観察を事
前に共有することが重要である。

P1-85-4
新型コロナウイルス感染症病棟に勤務する中堅看護師の体験と想い
松本∙麻希（まつもと∙まき）、小田∙果奈（おだ∙かな）、大口∙浩美（おおぐち∙ひろみ）、細川∙樹理（ほそかわ∙じゅり）、
松本∙光世（まつもと∙てるよ）

NHO 岡山医療センター混合内科

【研究目的】病棟体制が変動する中で働くB病棟の中堅看護師が現状をどのように捉えてい
るのかを知り、職務に対する体験と想いを明らかにすること。【方法】1．研究デザイン、質
的記述的研究、2．対象、卒後3 ～ 4年目看護師。3．期間、2022年4月から2023年12月、
4．データ収集方法、半構造化面接でインタビューを実施。5．分析方法、録音データを元
に逐語録を作成し、病棟体制に関する想いと対処行動に関する内容を抽出し、質的帰納的
にまとめた。6．倫理的配慮、個人名や研究で得られたデータは秘密厳守することを約束し
た。【結果】分析結果より30のサブカテゴリー、さらに14のカテゴリーを抽出した。【考察】
第1か ら4波 で は【感染病棟で働く不安】【見通しが困難な状況】【感染病棟である為に生じ
る看護ケアの制限】【看護職間で感じる温度差】【言い辛い感染病棟勤務】【変化した生活様式】

【感染病棟で働く身体的負担】の想いを抱え、第6から8波では、新たに【病棟間の支援】【頻
回に変わる感染対策】に対する想いを抱えていた。このような不安や負担、ストレスを感じ
ながらも職務継続できた要因として【細やかな看護の実施】【働きやすい環境】【やりがいの
実感】が影響していたと考える。また、第6波頃からは【家族・友人の理解と支援】が心理的・
身体的な負担が緩和され職務継続ができたと考える。【結論】新型コロナウイルス感染症病
棟で勤務する中堅看護師は様々な不安や負担を抱えていたが、看護実践ややりがいの実感、
職場環境が不安や負担を軽減する要素となっていた。また、差別による日常生活やメンタ
ルヘルスへの影響に対しては家族・友人のサポートの必要性が示唆された。



464

P1-86-6
中国四国グループ内診療放射線技師実習技能研修（一般撮影等基礎）の紹介
宮川∙真治（みやがわ∙まさはる）、秋田∙剛史（あきた∙つよし）

NHO 岡山医療センター放射線科

【●背景】グループ内施設は、施設により求められる役割が異なっており、標榜する診療科
や業務内容も多種多様である。配属された施設によっては、基本的に整形外科を有しない
施設もあり、一般撮影の技能を習得しにくい施設もある。【●目的】配属施設の業務内容に
起因する一般撮影等に関する経験の偏りを是正し、一般撮影業務を円滑に遂行するととも
に、グループ内放射線技師の技能の均等化を図ることを目的とし、本研修の紹介をする【●
研修内容】中四国グループ内の若手技師（2年目～ 5年目）を対象に1 ～ 2名募集し、研修生
を選定する。研修事前準備：技師会で作成した教育動画（e-learning）の視聴、自施設での
撮影復習、撮影教科書での学習日程：1月後半～ 2月前半（前半：1週間、自施設で1週間
のフィードバック、後半：1週間）研修生1名に対して担当技師を1名配置する。研修内容
の詳細は当日報告する【●結果】2015年より11名の研修を行い、研修生および実習担当者
アンケートを実施。アンケート結果を当日報告する。【●結語】研修を継続していくことで、
自施設でも撮影技術の向上と他施設のスタッフとの交流、転勤時の円滑な業務遂行に役立
てると考えられる。

P1-86-5
限局性皮質異形成に対するNeurite Orientation Dispersion and 
Density Imaging（NODDI）を用いた術前画像解析
近藤∙聡彦（こんどう∙あきひこ）1、吉田∙秀行（よしだ∙ひでゆき）1、臼井∙直敬（うすい∙なおたか）2

1NHO 岡山医療センター脳神経外科、2NHO 静岡てんかん・神経医療センター脳神経外科

【目的】てんかん外科では術前のMRIでてんかん原性病変が検出されるか否かが術後の発
作予後に大きく関わってくるが、難治てんかんの原因のひとつである限局性皮質異形成

（focal cortical dysplasia：FCD）はMRIで必ずしも明瞭な病変を認めない。Neurite 
Orientation Dispersion and Density Imaging（NODDI）は拡散MRIの新たな解析手法
として注目されており，神経突起の散乱や密度の変化を検出することができるため，脳微
細構造の把握に寄与することが期待されている。このたびFCDに対するNODDIによる術
前画像解析について検討した。【方法】入院患者を対象に3T-MRIでDTI撮像を行い，画像
解析ソフト（パイプライン）を用いて解析を行った。NODDIでは2種の画像（Orientation 
Dispersion Index：ODIおよびIntracellular Volume Fraction：ICVF）について評価を
行った。【結果】術前にNODDIを施行し，根治目的に切除外科をおこなったのち，病理学
的にFCDと診断されたのは14例であった。前頭葉てんかんが4例，側頭葉てんかんが8
例，後部皮質てんかんが2例。手術時年齢は平均25.9歳（6 ～ 56歳）であった。術後成績
は12例が発作消失，2例で発作軽減が得られた。病理診断はType1aが8例，Type1bが
4例，Type2b が2例であった。FCDの病変部位ではODIで高信号あるいはICVFで低信
号を呈する所見が得られた。Type1a，Type1b，Type2bのそれぞれでODIの所見陽性率
は25％，75％，0％ であり，ICVFの所見陽性率は62.5％，75％，50％であった。【結
語】FCDの術前評価に関して現状ではNODDI単独での局在診断は困難であるものの，MRI 
FLAIR 画像やPETなどでの軽微な所見を裏付ける上で，NODDIが有用である可能性が示
唆された。

P1-86-4
当院におけるAI技術を用いた画像病変検出ソフトウェアの有用性の比較検討
吉森∙心樹（よしもり∙しんき）、中村∙理久（なかむら∙みちひさ）、和田∙恵子（わだ∙けいこ）、泊∙義幸（とまり∙よしゆき）

NHO 舞鶴医療センター放射線科

背景近年AI技術を用いた画像診断支援システムが臨床で使用し始めており、当院において
は2022年12月に胸部X線画像病変検出ソフトウェアCXR-AID（FUJIFILM社製）が導入さ
れた。CXR-AIDは胸部X線画像において、主要な異常所見の可能性がある領域を確信度（ス
コア0 ～ 100）に応じて色分けし、画像に重ねて表示されるシステムである。目的今回、当
院におけるCXR-AIDの臨床における有用性について検討した。方法当院で胸部単純X線検
査および胸部CT検査の両方を実施した患者を対象とし、CXR-AIDにて異常所見の可能性が
ある領域と胸部CT画像の読影結果を比較検討した。結果　CXR-AIDにおいて確信度スコ
アが高く解析された領域は、CT画像の読影結果においても有意所見が概ね記載されていた。
一方、確信度スコアが低く解析された領域は、CT画像の読影結果においては有意所見が乏
しく、小さな結節や線維化という結果が多かった。また、確信度スコアの最大値に対して、
CT画像にて有意所見が認められた割合は、19 ～ 39で約36％、40 ～ 59で約58％、60
～ 79で約75％、80 ～ 99で約98％であった。結語CXR-AIDで確信度スコアが高く表示
された場合は、有意所見である可能性が高いことを確認でき、臨床においてCT検査の必要
性のメルクマールとして応用可能であることが示唆された。

P1-86-3
Mazor Xによる脊椎ロボットを使用した手術支援について
山内∙勇人（やまうち∙はやと）、竹板∙大貴（たけいた∙ひろたか）、秋田∙剛史（あきた∙つよし）

NHO 岡山医療センター放射線科

【背景】Medtronic社の脊椎手術支援ロボットMazor X（以下：脊椎ロボット）を導入した。
西日本初の導入であり、当院ではこの手術支援を診療放射線技師が担当しており、使用経
験を報告する。

【使用装置】Medtronic社 製　 脊 椎 手 術 支 援 ロ ボ ッ ト「Mazor X Stealth Edition」、
Siemens社製　X線透視装置「Cios Spin」

【支援内容】脊椎ロボットのセッティングを行う。脊椎ロボットのキャリブレーションを行
い、脊椎ロボットのサージカルアーム本体を寝台に取付け、Cアームを撮影部位に移動する。
Cアームで正面と側面のsingle shotを撮影し、術前に作成したCT画像との椎体レベルの
位置合わせを行うことで、fusionが可能となる。脊椎の位置を確認後、脊椎ロボの操作卓
で術者の指示のもとスクリュープランニングを行う。プランニングした位置にサージカル
アームが移動したのを確認した後、術者がスクリューの挿入を行う。

【まとめ】当日、支援内容を報告する。
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P1-87-4
転倒転落防止に向けたリハビリテーション科と看護部との連携～環境調整
依頼表導入による転倒転落の報告～
原口∙晋一（はらぐち∙しんいち）、松本∙恭子（まつもと∙きょうこ）、荒井∙慎一（あらい∙しんいち）、黒岩∙剛成（くろいわ∙つよしげ）、
操∙強志（みさお∙つよし）

NHO 指宿医療センターリハビリテーション科

【はじめに】令和4年6月より在院患者に対し、リハビリテーション科と看護部と連携し、
病室内のベッドサイドの環境調整依頼表を作成し、調整を行った。その試みの内容と活動
結果を報告する。【目的】環境調整依頼表運用の取り組み内容と活動結果を明らかにし、今
後の活動内容の示唆を得る。【研究方法】病院医療安全管理部に提出されたアクシデント報
告から、外来患者、親が同伴していた小学生以下の小児患者を除く入院患者を対象に転倒・
転落件数を抽出。依頼表導入前期（R3年度）をA群、依頼表運用開始期（R4年度）をB群、
依頼表運用期（R5年度）をC群とし、環境調整依頼表介入による転倒・転落の発生件数の比較、
分析を行った。【結果】転倒件数は運用前のA群では188件、運用後Bは群161件、C群は
186件となった。レベル3以上の転倒報告件数はA群23件（12.2％）、B群18件（11.1％）、
C群17件（9.1％）となり減少傾向となった。レベルごとの内訳としてレベル3AではA群
16件、B群14件、C群11件、レベル3Bでは、A群7件、B群4件、C群6件となった。
環境調整表開始後は、レベルごとの転倒発生件数の減少傾向がみられた。【考察】重大イン
シデントであるレベル3以上の発生を防ぐことができたと考える。重大インシデントの転倒
減少については、様々な因子が存在するため、今回の結果で一概に言えないが、環境調整
依頼表を作成し看護科との連携や情報共有したことが、転倒転落減少の一助になった可能
性が示唆された。【今後の課題】今後の課題として、病室外での転倒・転落発生防止対策の
検討や転倒発生率の低下、転倒患者影響レベル3以上を減らす取り組みを続けていく。

P1-87-3
急性期病院における転倒・転落とFrail CS-10 、BAADの関係～今後の研
究に繋げるために～
荒木∙貴光（あらき∙たかみつ）1、橋立∙さゆり（はしだて∙さゆり）2、水谷∙健太（みずたに∙けんた）2、
光原∙智樹（みつはら∙ともき）2、衣川∙柊太郎（きぬがわ∙しゅうたろう）2、山口∙和美（やまぐち∙かずみ）2、
小松∙勝幸（こまつ∙かつゆき）3、中本∙久一（なかもと∙ひさかず）3

1NHO 敦賀医療センターリハビリテーション科、2NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 和歌山病院リハビリテーション科

【目的】急性期病院においては患者の状態が変化しやすいため、転倒リスクについて適宜評
価し予防対策を検討する必要がある。今回、重症度に関わらず、簡便に行うことができる
評価方法として、運動機能評価のFrail CS-10 、注意障害の行動評価であるBAADに着目し、
転倒・転落及びその予防対策とFrail CS-10、BAADの関係性を検討した。

【方法】対象はPTが介入しているものとし、除外基準は意識障害（JCS2桁以上）のあるもの、
Frail CS-10の開始肢位を保持できないもの、抑制帯を使用しているものとした。Frail CS-
10、BAADを1週間毎に評価した。評価後、次の評価または退院までに転倒が発生した場合
を「転倒あり」、発生しなかった場合を「転倒なし」とした。また病棟で離床センサー、足側
柵等の対策を行っていた場合を「対策あり」、行っていなかった場合を「対策なし」とした。
各2群のFrail CS-10及びBAADの差をMann-Whitney検定を用い比較した。

【結果】対象20名について、評価は39件行われ、「転倒あり」0件（評価前1件）、「転倒なし」
39件、また「対策あり」11件、「対策なし」28件であった。転倒の有無による比較では「転
倒あり」が0件であり、統計的分析が困難であった。対策の有無による比較に関してはFrail 
CS-10に有意な差はなかったが、BAADは有意な差がみられた（p＜0.05）。

【まとめ】転倒予防対策の有無によるBAADに有意な差がみられ、転倒リスクを客観的に反
映する評価であることが示唆された。PTとして、注意等の認知機能を考慮しつつ、運動機
能の向上により転倒リスク軽減を図ることは重要な課題である。今後は対象者数を増やし
ながら、その他の転倒の要因についての検討が必要と考える。

P1-87-2
リハビリテーション科で発生した過去3年間のインシデントから考える医
療安全への取り組みについて
杉島∙里子（すぎしま∙さとこ）、山本∙洋史（やまもと∙ひろし）、吉岡∙陽祐（よしおか∙ようすけ）、濱田∙桂子（はまだ∙けいこ）、
毎熊∙康太（まいぐま∙こうた）、河島∙猛（かわしま∙たけし）、鈴木∙哲平（すずき∙てっぺい）

NHO 神戸医療センターリハビリテーション科

【方法】
2021年4月1日から2024年3月31日にリハ科から報告された61件のインシデント報告
を対象に、事例概要、患者影響レベル、発生時間帯、経験年数について調査した。

【結果】
事例概要は転倒19件、ドレーン・チューブ関連16件、安静度確認不足6件、スキンテア4件、
容態変化4件、その他12件であった。患者影響レベルはレベル0が18件（29.5％）、レベ
ル1が35件（57.3％）、レベル2が7件（11.4％）、レベル3aが1件（1.6％）であった。発
生時間帯は10時から11時台の22件が最も多く、次いで14時から15時台の19件の順で
あった。経験年数別の発生件数は1から3年目以下で12人中29件、4年目以上で17人中
31件であった。

【考察とまとめ】
安静度確認不足の6件中5件が1から3年目以下で発生していた。新人研修での周知が必
要と思われる。転倒は動作練習中に多く発生しており、患者の多数が運動器障害を有して
いるため発生リスクが高かったと考える。しかし評価不足や介助者位置が悪かったことが
原因で防ぐことができた例が多かった。ドレーン・チューブ関連とスキンテアは運動や動
作練習、介助中に発生しており、ルート管理、ベッド周囲の環境、動作と介助量の複数の
要因が重なることで生じていた。発生時間帯はいずれも患者の多い時間帯で発生していた。
これらの結果をスタッフに共有した上で、今後、運動機能に応じた介助方法の実技研修、
ドレーン・チューブの扱い方、スキンテア予防の研修を行い、レベル1以上の件数を減少で
きるよう取り組みたい。

P1-87-1
リハビリテーション科医療安全の取り組み　～「気づき」の情報共有と意識
向上をめざして～
山本∙洋史（やまもと∙ひろし）、杉島∙里子（すぎしま∙さとこ）、濱田∙桂子（はまだ∙けいこ）、毎熊∙康太（まいぐま∙こうた）、
吉岡∙陽祐（よしおか∙ようすけ）、河島∙猛（かわしま∙たけし）、鈴木∙哲平（すずき∙てっぺい）

NHO 神戸医療センターリハビリテーション科

【はじめに】2023年6月から医療安全に関する「気づき」があればインシデント発生の予防
につながると考え「気づきの報告書」（報告書）を作成し、リハビリテーション科内で情報を
共有している。

【目的】「気づき」の情報共有がインシデント発生の予防に寄与したか、医療安全の意識向上
につながったのかを検討する。

【方法】2023年6月から2024年3月の報告書の内容をまとめる。報告書作成開始前後の各
10か月間のインシデントの件数を比較する。スタッフ16名を対象に報告書に関するアン
ケート調査をおこなう。

【報告の内容】40件の報告があり、内容は「転倒回避」と「スキンテア関係」各7件、「ルート
等の管理」6件、気づいた要因は「患者観察」のべ24件、「情報収集」15件、「転倒予防」9件、
患者の障害像は「運動障害」のべ26件、「認知障害」12件の順で多かった。

【インシデント件数】前/後;14件/25件（レベル0;3件/8件、レベル1;9件/13件、レベル
2;2件/3件、レベル3a;0件/1件）で、内容は転倒;4件/4件、情報収集不足;4件/1件、ルー
ト管理;2件/7件等だった。

【アンケート結果】14名が報告書で意識が向上したと答えた。作成に時間がかかる、レベル
0の違いが分かりにくい等の意見があった。

【考察とまとめ】レベル0の件数は報告書開始後に増加し医療安全の意識向上に役立つと思
われたが、1以上は減少しなかった。転倒やルート管理の気づきは多いが、インシデント発
生も多かった。報告は特定の人に偏っていた事が要因と考えられ、全員に「気づき」を定着
させる必要がある。「気づき」は危険予知に繋がる重要なスキルなので、報告と共有できる
体制を再構築し、レベル1以上の件数が減少するように取り組みたい。
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P1-88-2
書字障害を呈する児童に対するWAVESの実施
梅村∙真由美（うめむら∙まゆみ）、加藤∙佳子（かとう∙よしこ）、伊藤∙智絵（いとう∙ちえ）、加登山∙未帆（かとやま∙みほ）

NHO 長良医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院で作業療法（以下、OT）処方される小児外来患者の中に、知能指数が正常
値でも書字困難を呈する児が存在する。それらの児に対し視知覚関連スキルの評価目的で

「WAVES（Wide-range Assessment of Vision-related Essential Skills）」を施行した為、
報告する。

【対象者】OT処方され書字困難を呈する小学生6名。平均年齢8歳。全例、普通小学校通常
級在籍で主疾患は自閉症スペクトラム障害（以下、ASD）。4例で注意欠陥多動障害（以下、
ADHD）と発達性協調運動障害（以下、DCD）重複、1例でADHDのみ重複、残る1例は
DCDのみ重複。知能指数は5例が100以上、1例が80台。主訴は「字が汚い」が5例、「枠
からはみ出す」が4例、「漢字が覚えられない」が2例。

【結果】DCD非重複例は全項目で正常値。DCD重複例は、視知覚＋目と手の協応指数が低
値3例、境界値1例、正常値1例。下位指数は、目と手の協応全般指数の低値2例、残る3
例は正常値だが、目と手の協応正確指数は5例全例が低値。視知覚指数は低値2例、境界値
2例、正常値1例。この通りDCD重複例は視知覚関連スキルに問題が見られる例が多いが、
目と手の協応の正確性・速度共に問題がある例、正確性のみ問題がある例、視知覚に問題
がある例等、病態は様々。

【考察】知能指数に問題がない児でも、DCD重複例は視覚関連スキルに問題がある例が多く
見られた。殆どが就学後に困難感を抱く為、未就学の処方例は就学後を見据えた介入が必
要だと改めて感じた。今回DCD重複例で通院可能例は当院独自のDCDプログラムに則り
OTを継続中。但し、OTのみで改善困難と思われる例は、主治医や他科と連携し、より効
果的な治療を提供できるよう検討する必要がある。

P1-88-1
脳性麻痺乳児の離乳食開始を多職種で協働し経口からの楽しみを拡げられ
た事例
富田∙萌（とみた∙もえ）1、山∙美代子（やま∙みよこ）1、黒瀬∙潤子（くろせ∙じゅんこ）2、中嶋∙沙知（なかしま∙さち）3、
小原∙香耶（おはら∙かや）3、松永∙実香（まつなが∙みか）4

1NHO 富山病院リハビリテーション科、2NHO 富山病院看護部、3NHO 富山病院栄養管理室、 
4NHO 富山病院小児科

【はじめに】重心病棟における児に対して多職種と協働し摂食方法を検討した。統一した介
助方法を周知し、経口からの楽しみが広がったOTの関わりについて報告する。この発表
は事前に家族から同意を得ている。【症例紹介】男児（介入時9か月）＜診断名＞脳性麻痺／
WEST症候群／ミルクアレルギー＜既往歴＞41週誘発分娩による経膣分娩で出生。生後1
カ月てんかん発症後に経口哺乳困難となった。生後5カ月より5 ～ 10ml経口哺乳の練習を
開始。しかしてんかん発作が多く、継続した練習は困難であった。両親より経口摂取の希
望あり。【目標】安全に本人が経口から味わい楽しみを経験する。【経過】1期　X年2月～ X
年4月経口摂取の経験がほとんどなかった為、多職種評価を行い、口腔マッサージや遊びの
中で経口摂取の準備を行った。口腔への刺激に慣れてきたところで週1回2 ～ 3口程度の
経口摂取を開始。2期　X年4月～ X年5月経口摂取に慣れてきた為、OT主体で食事介助
を行い週5回に頻度を増やした。摂食認定Nsと協力し病棟Nsに摂食方法や本児の観察点
を伝えた。経口摂取10口程度。週1回多職種で評価し、食形態や摂取量など再検討を行った。
3期　X年5月～食前ケア、摂食介助を徐々に病棟Ns主体に移行。流れが分かるように資
料を準備し不安な点など、いつでも聞けるようOTがサポートした。本児の成長に伴う変化
に応じて資料の作り替えを行った。経口摂取は20口程度。OTの介入頻度は週2回。多職
種評価は月2回実施した。【考察】病棟Nsへの介助方法の統一が段階を踏んで広く周知でき、
さらに本児の成長に応じて対応した事で誤嚥性肺炎など起こすことなく本児の楽しみを拡
げる摂食が確立できた。

P1-87-6
当院の骨粗鬆症チームにおける理学療法士の活動
大道∙憲二（おおみち∙けんじ）、三山∙彬（みやま∙あきら）、高樋∙康一郎（たかひ∙こういちろう）、中筋∙早織（なかすじ∙さおり）、
竹村∙絹代（たけむら∙きぬよ）、好田∙寿（こうだ∙ひさし）、森藤∙好美（もりとう∙よしみ）、前田∙ひかる（まえだ∙ひかる）、
藤本∙康之（ふじもと∙やすゆき）、井上∙貴美子（いのうえ∙きみこ）

NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科

【背景】当院では，大阪府豊中市がある北摂地域にて，骨粗鬆症患者の診断と治療を推進し
骨折リスクを軽減させることを目的に，平成26年7月骨粗鬆症外来を開設し，骨粗鬆症チー
ムが結成された．【活動】理学療法士（以下PT）は，骨粗鬆症患者に対し半年から1年ごとに
身体機能評価を行い，運動指導を実施している．また，骨粗鬆症についての科内勉強会を
実施している．2023年度のチーム活動として，1. 地域の「足祭り」に参加，2. 当院にて「世
界骨粗鬆症デー IN大阪とねやま」を開催した．1. 「足祭り」は足の神様が祀られている服部
天神宮主催のイベントであり，医師による講演や骨密度測定を実施した．PTは，参加者に
対し足部のストレッチ指導とパンフレットの配布を実施した．2. 「世界骨粗鬆症デー IN大
阪とねやま」は，世界骨粗鬆症デーに合わせて，骨の健康について考えるイベントとして開
催した．ポスターの展示，骨折リスク判定，握力測定，骨密度測定，医師による講演，管
理栄養士による骨を強くする栄養・食材の話を実施した．PTは，立ち上がりテスト，筋力
維持のための自主運動指導を行った．20歳代から80歳代まで全体で75名の参加者があり，
アンケートにて，「とても満足」「やや満足」の回答割合は88％であった．自由表記では「筋
力低下の自覚がなかったので良い機会になりました」「骨のことを考えるきっかけになりま
した」など好意的なコメントが多かった．【今後の展望】骨粗鬆症は高齢化社会とともに患者
数の増加が見込まれる．転倒・骨折の原因のひとつである骨粗鬆症の進行を予防するために，
引き続きPTの立場から活動していきたい．

P1-87-5
排尿ケアチーム療法士としてのリハビリテーション科への取り組み～排尿
ケアチーム介入で排尿自立まで改善した1症例～
淺野∙花耶子（あさの∙かやこ）1、北澤∙泰樹（きたざわ∙たいき）1、西野∙裕理（にしの∙ゆり）2、佐藤∙一良（さとう∙かずよし）2、
篠崎∙温子（しのざき∙あつこ）2、石川∙更紗（いしかわ∙さらさ）2、市村∙靖（いちむら∙やすし）3

1NHO 水戸医療センターリハビリテーション科、2NHO 水戸医療センター看護部、 
3NHO 水戸医療センター泌尿器科

【背景】平成28年度に新設された排尿自立指導料は、尿道カテーテルを1日でも早く抜去し、
排尿自立に導くことを目的としている。当院では、病棟看護師から依頼された患者に対し、
週1回、泌尿器科医師・看護師・療法士による排尿ケアチーム（以下CCT）が介入、下部尿
路機能回復のための包括的ケアを行っている。昨年度、リハビリテーション（以下リハ）科
内でもCCTの勉強会を開催。実施後、療法士より初めて排尿ケア介入依頼あり。その後、
排尿自立まで至った症例を例示として報告する。【症例】発熱、体動困難、尿閉を主訴に、
当院へ搬送された50代男性。入院時、尿道カテーテルを挿入した際、1.6Lの尿流出あり。
ADL低下に伴う低活動膀胱の診断。【経過】第4病日よりリハ介入開始。第11病日、22病
日に尿道カテーテル抜去するも、尿意の訴え及び自尿認められず、再留置。担当療法士か
ら提案あり、第30病日よりCCT介入開始。CCTより、コリンエステラーゼ阻害薬内服開
始及び歩行を中心とした運動療法強化を依頼。第36病日に尿道カテーテルを抜去、病棟へ
定期的なトイレへの誘導を依頼。当初は1回量より残尿量が上回っていたが、徐々に減少。
尿意出現し、第51病日で排尿自立へ至ったと判断した。CCT介入当初は歩行器歩行レベル
であったが、T字杖歩行自立レベル、階段昇降監視で可能な身体機能まで改善した。【まと
め】リハ科内でCCTへの理解が深まり、療法士からも介入を依頼されるようになったこと
で、より多職種で協働して身体機能改善に取り組め、排尿自立へ繋がったと考える。今後も、
継続的に勉強会を開催、情報共有を円滑に行う仕組みを作り、CCTへ還元していきたい。
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P1-88-6
SEIQoL-DWを用いた小児がんの子どもを持つ母親の主観的QoL評価
小椋∙昌美（おぐら∙まさみ）1、藤野∙裕実（ふじの∙ひろみ）1、阿部∙春季（あべ∙はるき）2、富井∙聡一（とみい∙そういち）2、
山戸∙聡史（やまと∙さとし）2、今井∙剛（いまい∙つよし）2

1NHO 四国こどもとおとなの医療センターリハビリテーション科、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター小児・血液腫瘍内科

背景
SEIQoL-DWは半構造化面接により，個人が大切と思う5つの領域に焦点を当てて主観的
QoL値を算出する評価方法である．この方法はQoL値だけでなく，大切な領域の内容，領
域ごとの満足度，そして各領域の重要性の割合を同時に算出することができる．これまで
難病ケアや緩和ケア領域を中心に使用されてきた．今回，小児がん患児の母親を対象に
SEIQoL-DWを実施し，母親の主観的QoLの傾向について調査した.
対象と方法
造血器腫瘍4例，固形腫瘍4例の母親で研究参加に同意を得られた8例を対象に，SEIQoL-
DWを実施した.
結果
7例の母親が最も大切な領域として「家族」を挙げた．また事例に共通する領域として「母
親が一人で過ごす時間（趣味・余暇活動）」が挙げられた．QoL-Index scoreの中央値は
70.66であった．「家族」のQoL-Index scoreの中央値は80.5であった．
考察
SEIQoL-DW面接の際，7例の母親は試験者によるキューリストの提示がなければ，自発的
に「家族」以外の大切な領域を挙げることが困難であり，母親たちは患児の円滑な治療，回復，
そして「家族としての機能」を再び取り戻すことを切望していた．またQoL-Index scoreが
最低値を示した事例2では，親族や友人の人的支援が得られにくい環境にあり，母親が自
身のために使える時間は乏しく，満足度が低い状態にあった．SEIQoL-DWによるナラティ
ブアプローチは，母親たちの潜在的なQoLに関わる領域を引き出し，数値化することがで
きる．これにより，母親が改めて自分自身の生活と向き合い，過去の生活を振り返ることで，
療養生活において大切な気づきを得ることができる．SEIQoL-DWは，小児がん領域にお
いて療養生活を支える家族支援に活用できると考える．

P1-88-5
神経発達症児のへの外来リハビリテーション始動~地域医療支援の取り組
みとして~
薗畑∙勇佑（そのはた∙ゆうすけ）、永坂∙元基（ながさか∙もとき）、兜金∙雅子（とかね∙まさこ）、小松∙勝幸（こまつ∙かつゆき）、
井下∙兼一郎（いのした∙けんいちろう）、青野∙朋子（あおの∙ともこ）、毛利∙暢宏（もうり∙のぶひろ）、南∙弘一（みなみ∙こういち）、
野田∙知秀（のだ∙ともひで）

NHO 和歌山病院リハビリテーション科

近年、神経発達症（発達障害）の子どもの数は増加傾向にある。障害の認知が広がるととも
に早期療育の重要性も認識され、リハビリテーションへのニーズも高まってきている。し
かし、当院が所在する和歌山県紀中エリアでは、リハビリテーションを受けようとしても
提供する医療施設が無く、近隣地域の紀北もしくは紀南エリアにまで約1時間かけて通わ
ざるを得なかった。また、常に数ヶ月先まで外来リハビリテーションの予約待ちが発生し
ており、神経発達症の子どもに対する支援体制が不足している状態が続いていた。そこで、
当院では地域が抱える問題解決の一助になりたいとの思いから、令和3年7月より神経発達
症の子どもに対して、外来でのリハビリテーションを開始した。実施にあたり、治療環境
や設備の準備を進めると同時にセラピストの教育を行い、作業療法や言語聴覚療法を中心
に提供を開始した。現在、取り組みを開始して4年目となるが、利用者は年々増加しており、
当地域の抱える問題解決への最初の一歩となったのではないかと思われる。しかし、いま
だに地域の子どもたちにリハビリテーションが十分に行き届いているとは言い難い。今後
も受け入れ患者数の拡大を図りつつ、リハビリテーションの質を高め、さらに安定した医
療サービスの提供を継続していく必要がある。そのためには、セラピストの増員や質の向上、
治療環境のキャパシティの改善、福祉関連施設との連携強化など、解決すべき課題が残さ
れている。今回、当リハビリテーション科で神経発達症児に対して、地域医療が抱える問
題解決向け取り組んだ経緯をまとめたので報告し、様々な意見を頂戴することで今後の活
動の参考としていきたい。

P1-88-4
小児期に外科的治療を受けたてんかん患者の通園・通学の実態調査
山野∙真弓（やまの∙まゆみ）1、上村∙亜希子（かみむら∙あきこ）1、宮下∙季世（みやした∙きよ）1、松永∙彩香（まつなが∙あやか）1、
飯島∙圭哉（いいじま∙けいや）2、馬場∙伸平（ばば∙しんぺい）3、宮崎∙裕大（みやざき∙ゆうた）1、原∙貴敏（はら∙たかとし）1

1国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部、 
2国立精神・神経医療研究センター脳神経外科、3国立精神・神経医療研究センター脳神経小児科

【はじめに】小児てんかん患者の外科的治療は、近年増加してきているが、術後の長期的な
機能変化や日常生活、リハビリテーションについての報告は非常に少ない。今回、当院で
作業療法を実施したてんかん患者の通園、通学の状況について報告を行う。【方法】当院で
小児期に外科的治療を受けたてんかん患者で、2022年4月～ 2023年3月までに作業療法
を実施した患者を対象として基本情報（年齢、性別、診断名、入院目的、入院回数、入院日
数、術式、居住地、学校歴をカルテより抽出し分析を行った。【結果】作業療法介入数は延
べ124名（3 ヵ月～ 30歳中央値8.5歳、男：女76：48）だった。入院目的は術後評価が最
も多く68名、ついで手術目的が34名、手術適応評価目的が18名だった。入院回数は1回
62名、2回17名、3回8名、4回1名、入院日数は中央値が5.5日（3-45）だった。居住地
は関東圏が61名と多く、他は18都道府県となった。学校歴は保育園8名（加配あり3名）、
幼稚園8名（加配あり6名）、療育・通園11名、小学校33名（支援学級9名、特別支援学校
11名、中学校10名（支援学級3名、特別支援学校6名、高校3名（特別支援学校1名）、卒
業後4名、通所なし11名となった。【考察】通園・通学については、なんらかの配慮が必要
な患者が多く、年齢を追うごとにその傾向は強くなっている。当院で作業療法を実施して
いる患児は乳児や学齢時前のことも多く、今後の通園、通学やリハビリテーションについ
ての不安もよく聞かれるため、小児てんかん患者に対する作業療法介入やその妥当性およ
び手術後の生活状況を明らかにし、短期間の入院においても必要な情報やリハビリテーショ
ンを提供できるようにしていきたい。

P1-88-3
後弓反張様の反り返りを有する脳性麻痺患者の至適食事姿勢に関する検討
成瀬∙航（なるせ∙わたる）、廣瀬∙実可子（ひろせ∙みかこ）、岡崎∙莉穂（おかざき∙りほ）、高場∙章允（たかば∙あきみつ）、
澗株∙康博（まかぶ∙やすひろ）、清川∙翔仁（きよかわ∙しょうじ）、尾川∙徹宏（おがわ∙てつひろ）、森永∙章義（もりなが∙あきよし）

NHO 七尾病院リハビリテーション科

【はじめに】後弓反張様の反り返りにより食事姿勢の保持が困難であった脳性麻痺患者に、
食事姿勢に着目し評価・介入した為報告する。【症例】40歳代男性、脳性麻痺による痙直型
四肢麻痺。大島分類1、横地分類A1、ADL全介助レベル、意思疎通困難で、頸部は後屈・
左側屈、脊柱は右凸の重度側弯。全粥刻み食を背臥位head up20度で全介助にて摂取して
いたが、反り返りと強制笑いによりむせや姿勢修正の頻度が高い為OT介入を行った。【方
法】1.背臥位head up20度（以下背臥位）、2.クッションを側弯に合わせ使用した右半側臥
位head up26度（以下半側臥位）、3.クッションを頸部、下肢、体幹の前後に使用した右完
全側臥位head up0度（以下完全側臥位）の姿勢ごとに5日間、摂取量、摂取時間、むせ回
数、姿勢修正回数及び摂取状況を評価し比較検討した。【結果】背臥位、半側臥位、完全側
臥位で摂取時間（中央値）は43分35秒、32分48秒、40分26秒、むせ回数8回、5回、5
回、摂取量598g、600g、591g、姿勢修正回数3回、2回、1回。観察では、完全側臥位で、
むせた際の咳嗽回数が他の姿勢と比較して多く、口腔外自然流出もあった。【考察】背臥位
はむせ回数が多く、誤嚥リスクが高いと考えられた。半側臥位、完全側臥位は、むせ回数
や姿勢修正回数に顕著な差はなかったが、半側臥位は摂取時間が最も短く、介助も容易で
あったため至適な姿勢と考えられた。【結語】完全側臥位での食事方法が推奨されているが、
本症例では半側臥位が至適姿勢であり、個々の身体状況や嚥下機能に合わせた至適な姿勢
を具体的に評価し見出すことが重要である。



468

P1-89-4
左被殻出血により復唱障害が残存した皮質下性失語の一症例
江橋∙洋平（えばし∙ようへい）、多田∙英喜（ただ∙ひでき）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】脳血管障害において、被殻や視床のみの病巣で失語を呈する場合、皮質下性
失語といわれる。今回左被殻出血により復唱障害を呈した皮質下性失語の症例を経験し
たので報告する。【症例】症例は50代男性、右利き、X年Y月Z日06:30頃,仕事中に右
上下肢の脱力と構音障害を自覚して当院に救急搬送された。頭部CTにて左被殻出血と診
断され、保存的加療が開始された。神経心理学的所見は注意障害、失語を認めた。【言語
機能評価】RCPM:24/36（ X＋6日）であった。SLTAの前後評価（X+9→X+22）を次に
示す.呼称10/20→19/20,動作説明5/10→9/10,文の復唱1/5→2/5,口頭命令に従う
1/10→2/10書字命令に従う0/10→6/10,書く・まんがの説明段階1→3,仮名1文字の
書取2/10→8/10,漢字・単語の書取0/5→2/5,かな・単語の書取0/5→3/5.聴理解と読
解の成績に乖離はなかった。発話時には保続を認め、注意障害が示唆された。復唱障害に
関しては若干の改善はあったが残存した。【訓練内容】症例は、音韻選択と配列障害が言語
表出時の影響が考えられ、訓練は音韻選択・配列、呼称、書称を実施した。言語理解に関
しては注意障害の影響が考えられ、注意機能訓練を実施した。【考察】皮質下性失語の特徴
はアナルトリー、音韻性錯語、単語理解障害、喚語困難であり、復唱課題は比較的良好で
あると報告されている。本症例は、音韻選択・配列の改善を認めたが、複文レベルの聴理
解や文の復唱では改善を認めず、非典型的な症状を呈していた。この症状は注意障害によ
る聴覚情報の把持に問題があると考えられた。

P1-89-3
心原性脳塞栓症による右半球損傷によって交叉性失語を呈した症例
多田∙英喜（ただ∙ひでき）、江橋∙洋平（えばし∙ようへい）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】右利き者の右半球損傷によって生じる交叉性失語は,失語症全体の1パーセン
ト前後であり、希少な障害である.今回心原性脳塞栓症により,右補足運動野から中心前
回,弁蓋部,右頭頂葉が障害され,交叉性の運動性失語を発症した症例を経験したので報告す
る.【症例】症例は80代女性,X年Y月Z日13時頃,娘が電話をかけたところ「あ…あ…」と発
話困難が見られ,15時に救急要請,当院に搬送され心原性脳塞栓症と診断された. 【言語機能
評価】介入当初は喚語困難が顕著であり,発話は単語レベルで意味性錯語が頻発していた. 聴
理解は複文レベルで低下,構音障害は麻痺性であり,プロソディーの平板化を認めた.SLTA
はZ+5日とZ+38日に実施し, 下位項目において,短文の理解（0/10→9/10）,口頭命令に
従う（0/10→7/10）,仮名の理解（2/10→10/10）, 呼称（14/20→16/20）, 仮名一文字の
音読（6/10→10/10）短文の音読（0/5→4/5）は改善を認めた。まんがの説明（書く）段階

（1→1）,仮名・単語の書字（0/5→0/5）,は改善を認めなかった.【経過】訓練は,語の理解お
よび産生訓練,語の音読,意味理解を深める為のポインティング訓練を主軸とした.同一課題
の連続に集中が維持できなかったため,パズル・トランプを利用した認知機能訓練を併用し
て実施した.【考察】本症例の交叉性失語は,本症例の右半球損傷部位の左半球病変によって
生じる失語症の損傷部位と一致する鏡像タイプと評価し,運動性失語に対するアプローチを
実施した.結果,語想起は一定の改善を認めたが,電文体発話,助詞の脱落等,発話の産生面で
の障害は一部残存した.

P1-89-2
脳梗塞により失語症を呈した症例における訓練経過と失語症状の変化につ
いて
西沢∙拓也（にしざわ∙たくや）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】左中大脳動脈領域の広範囲な脳梗塞により全失語を呈した症例が経過と共に重
度Broca失語へ変化した症例を経験したので報告する.【症例】50代女性.【現病歴】X年Y月
Z日，右下肢麻痺・言葉が出ない状態が続き家族が救急要請.【画像所見】左MCA領域ほぼ
全域.縁上回，運動性・感覚性言語野，頭頂連合野.【神経学的所見】右上下肢麻痺，右顔面
神経麻痺.【神経心理学的所見】失語症，観念性失行，観念運動性失行，口舌顔面失行.【初
期評価】Z＋6日までは指示理解困難，問いかけにはYes反応のみで言語表出無し.SLTA
実施⇒単語理解10/10，漢字単語理解10/10，仮名単語理解9/10，短文理解5/10，そ
の他検査項目は全て0/10.単語レベルの聴覚的理解，読解は可能だが短文レベル以上の理
解は低下.話す側面，書く側面は低下.重度失語症検査⇒聴覚的理解が必要な検査項目の低
下.RCPM⇒19/36.視覚認知と状況判断は可能.【経過】Z＋7日以降も質問や問いかけに対
する反応はYes反応が多いが短い自動的発話あり，聴理解・文字の理解改善，図・文字の
模写や氏名の書字が可能に.一部失語症状の改善がみられ全失語から重度のBroca失語へ
変化が見られた.短文レベル以上の聴覚的理解の改善，コミュニケーション・意思表出を目
標に言語訓練実施.単純な文構造の理解は比較的改善，長文レベル・複雑な動作指示の理解
は困難.母音レベルの音声表出は可能，単語レベルの表出は困難であった.【まとめ】Mohr

（1976）らによれば急性期において左半球病巣が広範囲な場合全失語を呈するが，経過と共
に単語レベルの理解が若干改善し重度Broca失語の病像に移行する症例は多いと述べてお
り本症例も同様の経過をたどったと考えられる.

P1-89-1
小脳梗塞により重度末梢性顔面神経麻痺を呈した一症例
田中∙碧（たなか∙みどり）1、池澤∙真紀（いけざわ∙まき）1、千葉∙康弘（ちば∙やすひろ）1、伊藤∙美幸（いとう∙みゆき）1、
加村∙衣里（かむら∙えり）1、野本∙侑子（のもと∙ゆうこ）1、川畑∙有紗（かわばた∙ありさ）2、梶∙兼太郎（かじ∙けんたろう）1、
大塚∙友吉（おおつか∙ともよし）1

1NHO 東埼玉病院リハビリテーション科、2慶應義塾大学医学部リハビリテーション医学教室

【はじめに】右小脳脚梗塞によって重度の末梢性顔面神経麻痺を呈した症例に訓練・指導を
行い改善が得られたので経過を報告する。【症例】70代女性。右利き。右小脳脚梗塞により
入院し保存的加療後、約1か月後に当院回復期リハビリテーション病棟へ転院。【経過】当
院転院時、柳原法2点の重度末梢性右顔面神経麻痺と発話明瞭度2/5の軽度構音障害を認
めた。発症4か月までは、拘縮予防と病的共同運動の出現を抑えるためにSTによる顔面の
マッサージと構音訓練、心理的ケア、病状の説明を行った。発症4か月以降は病的共同運動
の出現に留意しながら、鏡を見て患側麻痺筋の筋力強化を行った。自身の容貌を非常に気
にしていたため、心理面に配慮しながら自主練習を行う時期を主治医と検討し訓練を進め
た。自主練習開始後は定期的に評価動画を撮影しフィードバックに使用した。発症4か月
半後に退院し発症9か月まで月に2 ～ 1回の頻度で外来訓練を継続した。明らかな病的共
同運動が出現することなく柳原法は18点の中等度、発話明瞭度1/5と改善した。【考察】急
性期のマッサージのみのアプローチに対して、焦りや不安の訴えがあったが、その都度理
由を説明し適切な自主練習方法を指導した。認知機能低下はなく、自主練習や障害の理解
が良好であったため有効的な訓練が継続できたと考える。病前は社交的で外出機会も多かっ
た本症例にとって、容貌の変化は今後の生活への不安につながると考え、改善点のフィー
ドバックや病状の丁寧な説明を行った。退院後、本症例は容貌の不安があったが家族や友
人の協力により、外出の機会が増え前向きな生活が送れるようになった。
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P1-90-2
外国人医療従事者にとって困難なこと－外国人理学療法士としての経験か
ら－
許∙師藺（きょ∙しりん）、山内∙芳宣（やまのうち∙よしのぶ）、鳴戸∙敏幸（なると∙としゆき）

NHO 紫香楽病院リハビリテーション科

日本では外国人材の拡大に向けて2019年より特定技能制度が始まっている。2023年の在
留外国人は322万人を超え、外国人医療従事者も1万人を超えた。そのような中、外国人
医療従事者における様々な課題や労働環境の整備が注目されている。
台湾人である私は2014年に来日し、2020年に理学療法士免許を取得し、同年より紫香楽
病院に勤務している。日本語学校、理学療法士養成校、アルバイトおよび現在の病院勤務
の経験の中で感じたことを以下に述べたい。
当初の課題はコミュニケーションの問題であった。日本語には書き言葉、話し言葉、敬語、
方言など様々な表現があり、習得自体がとても難しい言語である。日本語学校で教わるの
は日本語能力試験に対応した日本語であり、生活場面で使われるものとは異なっているこ
とも多い。また、日本語独特の婉曲的な表現や、言葉にせずに伝えるという文化は、外国
人にとってはとても難解である。そのため、指示を十分に受け取ることができなく、業務
が遂行できないることもある。また、考え方やマナーなど文化の違いから日本人にとって
非常識な振る舞いをしてしまっても、その場では指摘してもらえないことも多く、改善に
時間を要してしまう。
そういった課題を解決するために私は、様々な日本語教室に参加し、日本の映画やドラマ
を鑑賞しながら日本の文化を学び、また、自ら積極的に話しかけることでコミュニケーショ
ンの機会を増やしてきた。業務においては、マニュアルをよく読み、複数の方に手順を説
明してもらい、かつ、相手の言うことを再確認することを心がけている。
こういった私の経験を発信することが、これからの外国人医療従事者の一助になれば幸い
である。

P1-90-1
オンラインによる施設間交流の試み～若手交流の場として～
阿部∙透（あべ∙とおる）1、澤地∙浩二（さわち∙こうじ）2、小野崎∙文彦（おのざき∙ふみひこ）3、山崎∙健太郎（やまざき∙けんたろう）4

1NHO 山形病院リハビリテーション科、2NHO 仙台西多賀病院リハビリテーション科、 
3NHO 福島病院リハビリテーション科、4NHO いわき病院リハビリテーション科

【はじめに】コロナ禍では対面での研修がなくなり、若手職員は他施設の状況を知る機会が
減ったと同時に同期等とのつながりは希薄となった。また、新人をはじめとする一般職員
は旧知の職員や異動者、管理職のコネクションを介しての伝聞など、限られた手段で他施
設を知る状況で、異動やキャリアプランに不安を覚える職員も少なくない。そこで、コロ
ナ禍でも若手職員間で情報共有できる場が作れないかと思い、一昨年と昨年、北海道・東
北理学療法協議会活動としてオンラインでの施設紹介を行った。

【目的】職員間の交流の活性化や自己のキャリアプランを考えたり、異動を前向きに捉えた
りするきっかけにする。

【期間・対象・方法】2022年10月~2024年3月にオンラインにて施設紹介として開催した。
北海道東北グループ管内12施設を対象とし、アンケート調査を実施した。

【結果】現状や悩みを共有でき、他の施設にも同じ悩みを持っていることが知られて安心し
たなど共有、共感できる部分があり、参加者の印象は良好であった。一度の参加者が多く
なかったことも話やすかった要因であった。ネガティブな意見として、ベテランの先生が
いると話しにくい、話題がなく話しづらいなど、話しやすさに対する配慮が必要であった。
今後の要望としては、オフラインでの交流会の希望が多く、またグループ内での横のつな
がりを求める意見が多く上がっている印象であった。

【まとめ】今回若手職員を主体としたオンライン研修を企画し、情報の共有、人材の交流を
求めていることが分かった。また、離職予防、人材確保の観点からも今後も交流の場を提
供していく必要があると考える。

P1-89-6
耳鳴患者に対する教育と音響療法の効果
清水∙聡子（しみず∙さとこ）、青木∙蓉子（あおき∙ようこ）、脇坂∙尚宏（わきさか∙なおひろ）

NHO 金沢医療センターリハビリテーション科

【目的】耳鳴とは明らかな体外音源がないにも関わらず感じる異常な音感覚のことと定義さ
れ、睡眠、集中力、仕事などのQOLに影響する。今回、耳鳴患者に対する教育と音響療法
の機会を得たので取り組みを報告する。【対象】3か月以上持続する慢性持続性耳鳴を認めた
10名。【方法】耳鳴診療ガイドラインに従って標準純音聴力検査、耳鳴り苦痛度質問票を介
入前後で実施しスコアを比較、耳鳴教育、音響療法を行った。音響療法は補聴器の試聴も
しくはアプリを使用し環境音を聞いてもらった。耳鳴り苦痛度質問票のスコアから苦痛な
し、軽度、中等度、高度の4段階に分類し、介入前後でスコアが20点以上の改善があれば
治療が有効とした。【結果】聴力は正常聴力2名、難聴8名、介入期間は2週間から3か月で
あった。全症例に耳鳴教育を行い、音響療法は4名に補聴器装用、6名に環境音を聞いても
らった。介入前の苦痛度は、苦痛なしが3名、軽度が3名、中等度が1名、高度が3名であっ
た。補聴器を試聴した4名のうち1名は元々使用していた補聴器の利得を調整して耳鳴軽減、
3名は耳鳴のある耳に補聴器を装用することで、聞き取りと耳鳴が改善し補聴器購入となっ
た。6名にどのような環境音がよいかを一緒に選択し使用してもらった。全例で苦痛度のス
コアに改善が見られ、そのうち3名は20点以上スコアの改善がみられた。【考察】耳鳴教育
により、耳鳴とうまく付き合う方法を獲得することができた患者が多かった。患者の主訴
に寄り添うことで、より良い音響療法の提案が可能となり満足度も得られることが分かっ
た。

P1-89-5
AIDS進行性多巣性白質脳症（PML）による感覚性失語を呈し自宅退院まで
アプローチした1例
高野∙慶子（たかの∙けいこ）

NHO 仙台医療センターリハビリテーション科

【はじめに】進行性多巣性白質脳症（以下，PML）では認知機能障害・失語などが見られ，病
状は進行し失外套状態に至ると言われている．今回，AIDSによるPMLを発症し感覚性失語
を呈した症例に対し，言語療法を行い自宅退院となった症例について報告する．【症例】40
代男性．AIDSの診断から4か月後，「自分の言っていることがおかしい」と訴えあり．MRI
では左側頭葉～頭頂葉下部外側，左前頭葉外側皮質下白質に病変が出現．PMLと診断され
ステロイド治療のため入院．【経過】初回，運動機能は問題なし．言語機能は複雑な文の理
解にて不十分さがあり，時折喚語困難がある程度だったが症状は進行し1週間後には聴覚的
理解は単語レベルから低下あり．表出面では錯語や新造語により会話が成立しない場面が
多く重度感覚性失語が認められた．また，症状の悪化や治療による副作用に伴い精神的な
落ち込みが見られていた．STでは理解が得られやすい仮名文字や絵を用いた会話や訓練を
実施し，多職種カンファレンスにてコミュニケーションの方法等を情報共有した．4週目に
て症状の進行は緩やかになり，退院時には失語症状は残存していたが，状況に合った発言
も時折聞かれるようになった．担当看護師と家族へのコミュニケーション方法や服薬指導
を行い入院8週目に自宅退院となった．【考察】本症例は症状の悪化や治療による副作用に
より精神的な落ち込みが見られていたが，残存機能を活かした会話や課題を行ったことで
自信に繋がり訓練意欲を妨げずリハビリを継続できた．また，多職種カンファレンスにて
情報共有を行ったことで患者のニーズに寄り添った関わりができ自宅退院へ繋がったと考
えられる．
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P1-90-6
他職種向け研修を通して見えてきた、これからの言語聴覚士の像
鈴木∙悠史（すずき∙ゆうじ）1、吉添∙直輝（よしぞえ∙なおき）2、吉田∙真由美（よしだ∙まゆみ）3

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2国立精神・神経医療研究センター栄養管理室、 
3NHO 水戸医療センター神経内科言語治療室

【はじめに】2023年12月、関東信越国立病院主任栄養士研究会で講師を経験した。終了後
の感想や意見より、言語聴覚士のあるべき姿を再考する機会を得た。【目的】研修会の構成
方法や内容、アンケート結果を開示し、言語聴覚士（ST）及び多職種と情報を共有すること。

【対象】関東信越国立病院主任栄養士研究会員47名。【内容】内容選定：当院管理栄養士（開
催者）から30分程度で以下の内容の指定を受けた（STのカルテの読み方、脳画像の見方、
認知症と摂食嚥下障害、薬剤と摂食嚥下障害）。開催方法：動画投稿サイトの限定公開機能
を利用。公開期間：1週間の予定から延長の要請を受け約1 ヶ月間公開した。【結果】アンケー
ト実施期間：2023年12月1日より1カ月間実施。実施方法：グーグルフォームにて回答
を依頼。回答数：37名/47名（回答率：78.7 %）。アンケートの詳細や感想について当日
の発表を以って報告する。【考察】今回の経験を通して、部門間での交流と相互理解が重要
であったと感じた。開催者は日常からSTのカルテの内容や、栄養サポートチーム・摂食嚥
下チームで意見を交わす機会も多かった。開催者の観察力や知的好奇心が研修会の評価に
繋がったと考えた。また我々 STはカルテやカンファレンスで評価した過程や練習内容など
日常から言語化することが相互理解に大切であると感じた。一方、今回のアンケートから
自身の研修会を顧みた。今回得られた意見は、STの求められる姿を再考する機会になるの
ではないかと感じた。

P1-90-5
人材育成の活動報告
鈴木∙勇紀（すずき∙ゆうき）

NHO 東京病院リハビリテーション科

目的：新人指導をこれまで部門の年間予定にあわせる形で新人の動きをあらかじめスケ
ジュール組みし、週・月ごとで調整しながら課題を提示していた。しかし昨今の学生教育
の環境や時代背景（コロナ禍）から全員をスケジュールの枠にはめて課題到達を目指すには
困難さがみられた。このため新たな新人指導の形を今回模索したため報告する。方法：こ
れまで新人指導は先輩バイザーが年間スケジュール表を元に指導。この表から別のツール
作成を検討。これをバイザーのみの役割とせず、人材育成班の役割として取り組みお互い
に意見を出し合い検討を試みた。結果：1.学習速度に合わせたステップアップ方式のツー
ル作成人によって学習速度やそれを身につけて一人で実践できるまでの到達速度は違う。
このため課題達成に合わせて次の課題へ向かえる方法を考案。一覧で確認できるステップ
アップ表を作成。2.詳細なチェックシートの作成ステップアップ表の段階に対応する形で
使用できるチェックシートを作成。これらを新人・バイザーと共有して段階的に進めてい
く事で業務への漏れをカバーし、また新人が現時点でどこの段階にいるのかが明確となる。
そのためお互いに次の課題への共通認識がしやすくなる。また一年目以降のステップアッ
プも視野にいれた表でなり、二年目以降のイメージも持ちやすくなる。結語：今回あらた
な新人教育ツール作成を行ったが、まだ試験運用の段階である。なかなか段階が進まない
場合は新人の意欲低下に繋がる恐れや、新人の到達速度に合わせることで業績コスト低下
への影響など現時点で懸念事項は次の検討するべき課題である。

P1-90-4
2年目PT教育評価シート導入と結果
増田∙圭亮（ますだ∙けいすけ）、加賀谷∙将之（かがたに∙まさゆき）

NHO 京都医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
理学療法士（以下PT）の教育は大きな変革期の最中である。臨床実習の指導方法や卒後教育
も以前とは大きく異なる。当院も卒後の新人教育マニュアルの整備を行い取り組んできた。
取り組みの成果として、自施設で働くために必要な項目の達成度を評価できる教育評価シー
トをPT1年目に導入した。目に見える形での教育評価が可能な点を有益と判断しPT2年目
を対象とした教育評価シートを導入し得た結果を報告する。

【方法】
自施設の教育マニュアルに則した内容のPT2年目達成目標を評価項目と点数表、コミュニ
ケーションシートを作成、導入し6カ月、12カ月時点の評価を行った。
また6カ月時点で指導者とPT2年目の点数差が大きい項目の目標再設定、今後の活動計画
を立て、課題に対する指導内容の共通認識を持つ話し合いを行った。

【対象】　
当院2年目のPT 2名と指導者2名を対象とした。

【結果】
6カ月評価の総点数はPT2年目間では大きく差が開いた。指導者とPT2年目評価は項目に
より点数差が大きな箇所があった。
6カ月時点で課題設定、目標再設定を行い12カ月評価へ課題が明確となった。12カ月評価
ではPT2年目間の総点数差は縮小し、指導者とPT2年目評価の差も改善され大きな点数差
はなかった。

【考察】
教育評価を目に見える形で実施することは可能であった。総点数、項目別点数での評価は
多数の事例検討が必要と考える。対象の2年目PT2名共に6カ月評価は項目により指導者
と点数差が大きく、指導者が伝えたい内容と認識の違いが明確となった。教育評価シート
を使用することで課題修正を行う事ができ、指導内容に対する認識のギャップを埋めるに
は有効な評価シートと考える。

P1-90-3
臨床実習期間中のChatGPT使用状況について
林田∙佳一（はやしだ∙けいいち）1、藤本∙康之（ふじもと∙やすゆき）1、井上∙貴美子（いのうえ∙きみこ）2

1NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科、2NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

Key word　　ChatGPT　臨床実習
【はじめに】
ChatGPTとは,OpenAIが2022年11月に公開した人工知能チャットボットであり，人間
のように質問に回答することができる生成AIの一種であり，医療分野や医学教育において
もその活用が報告されている。
そこで本調査では，自施設における臨床実習期間中のChatGPT使用状況に関するアンケー
ト調査を行ったので報告する。

【方法】
令和5年度の実習生3名と実習指導者3名を対象に，アンケート調査を実施した。

【結果】
ChatGPTについて，実習生・実習指導者全員が「知っている」と回答した。そのうち使用し
ていたのは実習生「1名」で，使用目的は「疑問解決」，メリットは「考え方の手助けになる」，
デメリットは「思っていた回答が得られない」，自主学習で使用するツールの順位は，1番目
がインターネット検索，2番目が養成校の配布資料，3番目が「ChatGPT」であった。

【結論】
今回の調査で，ChatGPTを使用する実習生をみとめた。
理学療法士国家試験において，ChatGPT-3.5は第57回,第58回ともに合格基準を満たさ
なかったが,ChatGPT-4は合格基準に達していた。しかし,臨床場面や教育現場での使用を
考慮すると,生成された回答の正確性を確認し,情報を検証することが必要であると考えら
れた。また，Hallucinationという，もっともらしい回答や解説が出力され，使用者が誤っ
た学習をしてしまう可能性も指摘されている（澤村2023）。そのため実習指導者は，実習生
がChatGPT等の生成AIを使用した学習を行っている事も考慮したうえで，臨床場面で患
者を通して得られる知識・技術・情意についての指導と, 整合性の検証が必要であると考え
る。
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P1-91-4
医療機関における障がい者雇用の実践報告～ 5年目を迎えた当院の実情と
今後の課題
森田∙三佳子（もりた∙みかこ）、向田∙慎吾（むかいだ∙しんご）、加藤∙純平（かとう∙じゅんぺい）、加藤∙浩之（かとう∙ひろゆき）

国立精神・神経医療研究センター総務部総務課業務支援室

●はじめに
当センターでは、2019年に障がい者雇用部署（以下、業務支援室）が開設され、障がい者
雇用の推進が図られている。今回の報告では、業務支援室の状況、業務内容、課題と対応
について述べ、「医療機関における障がい者雇用」の可能性と安定就労のポイントについて
述べる。
●業務支援室の状況

（経緯）2017年に検討開始。NCNP全体として取り組むこととされ、また各部署の負担を
考慮して2019年に専門部署を設立した。

（業務内容）病院専門スタッフが本来業務に専念できるよう、その補助業務を行う。事務部
門の各部署の業務も支援している。定期作業・臨時作業など約50種類の業務に拡大した。

（スタッフ）開設時9名から現在計15名。障害別では精神障害が最多。ジョブコーチが当
事者の特性を配慮し、かつできることを増やしていけるコーチングやサポート体制を組み、
安定的な雇用に至っている。

（課題と対策）
1．各部署にまたがる多種の業務をより効率良く切り出し、見なおしていくこと
2．障がい者雇用の周知と理解を図り、働きやすい環境をつくること。
このため、各部署との情報共有・連携を図っている。
●まとめ
少子高齢化社会において、障がい者の積極的・有効的活用は、緊迫の課題である。当センター
では、各部署横断的に多くの業務を担いえることがわかった。また、院内の患者から見て
働く動機づけになっているという側面もある。
本学会のテーマは、「進化していく病院であるために～心理的安全性の高い組織づくり」で
ある。障がい者も働きやすく、活躍できる組織づくりという観点で検証していきたい。

P1-91-3
障がい者雇用部署での新規業務を立ち上げて
向田∙慎吾（むかいだ∙しんご）、森田∙三佳子（もりた∙みかこ）、加藤∙純平（かとう∙じゅんぺい）、加藤∙浩之（かとう∙ひろゆき）

国立精神・神経医療研究センター総務部総務課業務支援室

NCNPにおける障がい者雇用部署である総務部総務課業務支援室は、2019年4月『医療ス
タッフが本来業務に専念できるよう業務補助を行うことで、患者・家族へのサービスを向
上すること』を目的として設立され、2024年6月1日現在管理者含め15名の部署である（主
に精神障がい）。本発表では2024年1月に新たに立ち上げた『共用白衣配送業務』を題材に
し、障がい者雇用部署での新規業務立上げ運用と、職員の安定的就労に必要なポイントを
考える。

『共用白衣配送業務』とは、これまで看護職員の入職時及び年度更新時に個人向けに購入・
配布していた白衣を、共用レンタルとしてコスト削減を図ることを目的とし、総務部・看
護部共同で計画された業務の一部である。当室に任された業務は約500着/日の清潔白衣
を 1.洗濯室から倉庫へ配送 2.更衣室内への定数補充である。
本業務取組にあたり、当室では以下の準備を行った。
　1.作業上流・下流側と情報の共有、所掌の確認、タイムスケジュールの調整
　2.必要となる備品・スペースの準備作成
　3.作業ルート・手順の選定、フォーマットの作成
　4.自部署内での人員・スケジュール調整
　5.デモンストレーション実施
結果、運用開始から現在まで安定して業務を遂行できている。また日々の補充数を記録し
総務部・看護部へ定期報告を行うことで、種類毎の在庫過不足数、定数見直しに必要な数
値のフィードバックを行っている。
今回のポイントは
　1.部署内外での円滑な意思疎通
　2.不確定要素を減らした簡潔な手順の作成
　3.安定運用までの時間確保
を重視し業務構築したことと考える。本業務に取り組んで得た知見を今後の職場運営に活
かしていきたい。

P1-91-2
本気が変える!　保育所運営ものがたり～ここから始まる新たな1ページ～
菊地∙望（きくち∙のぞみ）、腰山∙明日花（こしやま∙あすか）、武藤∙桂太（むとう∙けいた）、中小田∙潤（なかこだ∙じゅん）

NHO 花巻病院事務部

当院では平成27年度以降赤字決算が続いており、常時経営改善案を模索している。保育所
運営は福利厚生でもあり、基本赤字になると考えていたが、より赤字幅を改善すべく、2つ
の観点で改善を行った。1．利用定員数の見直しによる収益増加、2．入札評価項目の見直
しによる費用削減である。花巻病院職員の院内保育園利用者数は、少子化傾向に加え地域
の保育事業所の充足等により年々減少している現状があり、利用定員数19名のうち8名～
10名程度の利用者数であった。その中でも、職員の利用者減が顕著であり、従業員枠の対
象年齢を現状の2歳児までの預かりを5歳児まで対象年齢の拡大を行った場合のニーズを把
握するために、職員へ保育所利用に関するアンケート調査を行った。結果、今後こどもが
出来れば利用したいという声が若干あったものの、令和6年度の職員の保育園利用者数見込
は1名という状況であった。この結果を踏まえ、花巻市へ直接足を運び、経営改善について
相談した結果、利用定員数を縮小すると公的単価が上がるとの助言を得て定員数の縮小を
決定した。加えて地域枠の拡大を申請して園児増加による収益増も目指した。入札におい
ては、定員数の縮小に伴い、保育士配置基準も下がることから費用削減が見込めた。また、
価格照会、契約内容の確認を行い、一部委託者負担としていたものを、受託者負担に変更
した。入札は公募型企画競争とし、費用点の配点をより高くし、費用削減を検討した。本
学会では収益増と、費用削減取り組み効果について報告する。

P1-91-1
他部門との連携を通じ、一歩踏み込んだ契約部門における経費削減の取組
みについて
渡邉∙さとみ（わたなべ∙さとみ）

NHO 甲府病院事務部企画課

日常、買い物をしていて物価の高騰の激しさを感じない方はいないと思います。私は事務
部の契約係で勤務し2年目に突入していますが、特に会計伝票を処理する中で、モノの価格
が全体的に、そして著しい上げ幅で上昇していることを日々実感しています。また、当院
の病院収入が安定的に一定水準を保つ一方で、費用面、特に病院経営に与えるインパクト
が非常に大きい物価高騰に対し、契約係としてできることが何かないだろうか、と日々考
えています。ただし、いうまでもなく「使用量を抑えようとか、捨てる前にまだ使えないか
今一度考えよう」といったレベルではとても追いつかないのが今般の物価高騰です。そこで、
院長先生をはじめとして、院内のほぼすべての部署と携わる契約係としての強みを生かし、
このつながりを“人脈”と称することが適切かは分かりませんが、それを最大限に活用した
経営改善に取り組んでいくことはできないか。とりかかるツールとして、本部等から提供
される経営改善事例等を参考にした結果、まずは、他部門との連携がこれまで希薄だった
という現実を受け入れました。そのうえで、他部門と積極的な関わりをもち実際に打合せ
をした上で、余剰に抱える在庫の減少や定期請求の消耗品の払い出しの見直しを推し進め
るなど、目標に向かって取り組んでいきたいと考えます。壁にぶち当たってしまうことも1
度や2度ではないと思いますが、上席や同じ係の職員と共に、経費削減の実現に向けて取り
組んでいきたいと思います。
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P1-92-2
筋ジス外来患者における通信機器を用いた栄養食事指導のベネフィット
青堀∙尚子（あおほり∙なおこ）1、石井∙桃香（いしい∙ももか）1、城戸∙ちひろ（きど∙ちひろ）1、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）2、
荒畑∙創（あらはた∙はじめ）2

1NHO 大牟田病院栄養管理室、2NHO 大牟田病院脳神経内科

【背景】当院は神経・筋180床を有する。また、脳神経内科外来患者は390人（2024年4
月）、常勤管理栄養士は4名である。2023年度の外来栄養食事指導（以下、栄養指導）は月
平均1.2件であった。要因を検証すると、専用の相談室がない、患者の拒否、診療科への指
導依頼の働きかけ、外来患者の疲労感などから時間的余裕がない、管理栄養士のマンパワー
不足などの問題が確認された。

【目的】外来患者に寄り添った栄養指導を実施することで、栄養指導件数増加を図る。
【方法】専用の相談室は無いが、臨床検査科との運動負荷室のシェアリングで場所を確保す
る。指導依頼は脳神経内科医師へ協力を得る。患者の実状と意向に添うため、短期検査入
院中に面談を行うことで、患者の実生活に添った、希望の曜日、時間帯、使用可能な通信
機器の確認を行う。

【結果】方法の改善を行った結果、2024年4月の栄養指導件数は従前の3.3倍（4件）に増加
した。また、脳神経内科短期検査入院の患者に対し、希望を確認したところ、5名の患者全
員が通信機器を用いた栄養指導に快諾した。また、指導継続についても同様であった。

【おわりに】従来の栄養指導に加え、通信機器を用いることで、場所を選ばず、患者の希望
に添った日時での実施が可能となり、入院期間や外来時間に縛られないシームレスな栄養
指導の継続と、患者の時間的負担の軽減に寄与する。今後の目標に、従前に対し10倍の件
数増加を掲げ、計画的な栄養指導業務を遂行する。

P1-92-1
病院食満足度向上を目指して～食改善プロジェクト～
平山∙愛実（ひらやま∙めぐみ）1、田村∙優奈（たむら∙ゆうな）1、坂本∙賢人（さかもと∙けんと）1、西口∙里穂（にしぐち∙りほ）1、
青堀∙尚子（あおほり∙なおこ）2、春田∙典子（はるた∙のりこ）1、西本∙裕子（にしもと∙ゆうこ）1、中島∙寅彦（なかしま∙とらひこ）1

1NHO 九州医療センター栄養管理室、2NHO 大牟田病院栄養管理室

【背景】当院ではより一層満足度の高い医療サービスを提供できるように、外来・入院それ
ぞれの患者を対象に患者経験価値調査を実施している。2019年度の調査において、病院食
の味付け、見た目や盛り付けの満足度が低く、重要改善項目との結果だった。この結果を
受け、栄養管理室では以下に示す食改善に関する様々な取り組みを行った。【方法】2020
年:食改善に対する取り組みが開始し出産お祝い膳をリニューアルした。2021年:毎月新メ
ニューを取り入れ、メッセージカードを添えて提供した。2022年:「食改善プロジェクト」
を始動。ホテル日航福岡の中橋義幸名誉総料理長のご指導の下、現在に渡り更なる改善を
目指している。2023年:行事食の大幅な見直し・出産お祝い膳再リニューアル・常食献立
の見直しに取り組んだ。行事食に関する具体的な取り組み内容としては、在院日数を考慮
し、最低月2回へ増加・提供したことのないメニューや見た目でも惹かれるような献立へ
の変更・季節感のある手作りデザートの導入等を行った。出産お祝い膳では、四季ごとに
季節感のある内容へ変更した。メニューは調理師が考案したものを選出し、名誉総料理長
の監修の下、旬の食材をふんだんに使用したものとなっている。【結果】2023年度の患者
経験価値調査において、病院食の味付けは16.6％→18.1％、見た目や盛り付けは16.6％
→16.7％と目標としていた20％には届かなかったものの、満足度の向上が見られた。特に
食事の味付けについては、過去最高スコアを獲得できた。【まとめ】今回の取り組みで患者
サービスの充実を図ることができた。今後も食事内容の見直し、改善を継続し、患者の喜
びの声が増えるように取り組んでいく。

P1-91-6
働きやすい職場づくり・見える化の一工夫～障がい者就労部署における実
践例
森田∙三佳子（もりた∙みかこ）、向田∙慎吾（むかいだ∙しんご）、加藤∙純平（かとう∙じゅんぺい）、加藤∙浩之（かとう∙ひろゆき）

国立精神・神経医療研究センター総務部総務課業務支援室

●はじめに
障がい者雇用においては、障害特性に見合った人的・物的環境の整備が必要とされる。当
センターの障がい者就労部署（以下、業務支援室）では、多くの部署からの多様な業務を、
精神・発達障害を中心としたスタッフが担っている。本稿では、業務支援室で行っている
業務の明確化、すなわち、見える化の工夫について報告する。
●見える化の工夫
1：朝ミーティング時のホワイトボードの活用：当日の各自の勤務時間と業務割を明記し、
全員で共有する。
2：マニュアルや手順書を作成し、業務内容を見える化した。
3：臨時業務やスポット業務は、「伝言板」に記すことで、隙間時間の活用や、業務割以外の
業務を臨機応変に取り組めるようにした。
4：室内の環境は、作業がしやすいように整備した。
●結果
これらの見える化によって、スタッフ自らが、1日の行動を把握できること、個人だけでなく、
業務の全体像が理解できるようになり、各自の役割を認識し、業務を遂行しやすくなった。
特定のスタッフに業務が偏ることを防ぐこともできる。スタッフの障害特性として、体調
の変動があったり、人的環境の良しあしが症状や業務の成果に如実に影響するなど「見えに
くい点」への配慮が重要であるが、業務や環境の見える化を図ることで、行動面から状態の
把握が可能になる。スタッフの働きづらさを解決し、働きやすい環境づくりを行うことは、
障がい者就労にとって重要と考えている。

P1-91-5
「1組織2病院」における業務効率化の展望

酒井∙秀輝（さかい∙ひでき）1、松尾∙稜（まつお∙りょう）1、後山∙勝（うしろやま∙まさる）1、森本∙武光（もりもと∙たけみつ）1、
岩井∙睦司（いわい∙むつじ）2、塚前∙護（つかまえ∙まもる）1、門田∙泰雄（かどた∙やすお）3、竹歳∙満（たけとし∙みつる）1

1NHO とくしま医療センター東病院事務部、2NHO 山口宇部医療センター事務部、 
3NHO 柳井医療センター事務部

令和6年4月1日、東徳島医療センターと徳島病院は、「一体の組織」として新たに「とくし
ま医療センター」となり、両病院はそれぞれ「とくしま医療センター東病院」「とくしま医療
センター西病院」へ名称変更を行った。令和6年1月末に公表となったため、準備期間が2
か月しかなく、また年度末ということもあり、非常にタイトなスケジュールでの業務進行
となった。
今回、一体の組織運営を行うにあたり、組織名称の新設や病院名称の変更と同時に、「会計
の一本化」と、「経営企画室の一元化」が実施された。
まず、「会計の一本化」については、決算業務は従前のとおりそれぞれの病院で実施するも
のの、「とくしま医療センター」として決算数値を検証するためには、各担当者が今まで以
上に前倒しでの処理を心がけることが重要であり、両病院の業務フローを見直すことによ
り、業務効率化を図っていくことが必要となる。
また、会計が一本化されたことに伴い、年度計画や月次決算評価会についても一本化され
る予定となっており、その実務を担う経営企画室が一元化された。具体的な取り組みにつ
いては検討段階であるが、それぞれの病院での収支を把握する必要もあるため、実施方法
を検討することが重要である。
一体の組織運営は始まったばかりであるが、その他の委員会や会議等についても、今後一
本化していくことが想定され、また共同の取り組みが増加すると思われることから、両病
院の担当者間で綿密な連携をとりながら、計画的な業務遂行を図ることが重要といえる。
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P1-92-6
広報活動報告～南京都ヲアピールセヨ～
廣瀬∙翔（ひろせ∙しょう）

NHO 南京都病院管理課

【目的】令和5年4月に当院へ着任したと同時に広報委員会の書記担当となり、病院の広報
活動を牽引することとなった。病院目標に「広報活動の強化」が掲げられており、これまで
もホームページの更新等広報に対する改善が叫ばれていたが、なかなか取り組みが前進し
ていなかった。ホームページや公式LINEなど様々な媒体を保有する中で、それらを活用し
て患者さんや地域の方々へ当院をアプローチしようと考えた。

【方法】まず委員会規程を確認し現状と異なる点が散見されたため11年ぶりに改訂し整え
た。加えて病院全体で広報活動に取り組むため、規程にあるメンバーのメインとサブとい
う役割を廃止した。その後は、四つの媒体からのアプローチを試みた。まずはコロナ禍で
開催を中止していた院外イベント「健康フェア」を復活させ院内外での準備・調整に邁進し
た。二つ目は、病院の公式LINEを活用した発信強化である。院内職員への周知により認知
度を高めること、それと共に病院での日常を少しでも受信者に届け病院を知ってもらえる
よう些細な出来事に目を向けた。また、四半期ごとに発行の広報誌では掲載記事のマンネ
リ化を防ぐため、多数のアイデアを提案し一味違う内容になるよう工夫した。最後にホー
ムページ更新の妥当性を検証して提案し、リニューアル決定が承認された。

【結論】これらを、年度を通して実施しそれぞれ可視化できる実績を残すことが出来た。ま
たその過程で沢山の職員を広報に参加させることが出来た。しかし、これらはまだ動き始
めたばかりに過ぎず、継続して活動することが重要である。既に次年度に向けて目標・計
画を作成しその通り進め、更にこの活動を活性化させていきたい。

P1-92-5
依存症患者が支援とつながり続けるために ～作業療法プログラムの満足度
調査から見えたこと～
知念∙成美（ちねん∙なるみ）1、楠∙大介（くすのき∙だいすけ）1、立山∙和久（たてやま∙かずひさ）1、杉山∙和美（すぎやま∙かずみ）1、
小砂∙哲太郎（こさご∙てつたろう）1、山本∙絵美（やまもと∙えみ）1、北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）1、二宮∙暉（にのみや∙ひかる）1、
松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）2

1NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科、2NHO 久里浜医療センター精神科診療部

【はじめに】当院ではアルコール依存症およびギャンブル依存症を対象にした作業療法プロ
グラムを提供している。依存症患者は治療への抵抗が強く、治療中断が起こりやすい。そ
のため、支援を継続するには患者中心のアプローチが不可欠であり、患者がサービスの利
点を実感することが重要である。そこで、患者のニーズと現状のプログラムの課題を明ら
かにするため、満足度調査を行ったので報告する。

【方法】退院後の生活につながる作業療法として、複数のテーマを設けて講義やグループワー
クを行う退院準備プログラムを実施している。2023年4月から2024年5月までの参加者
を対象に、5段階の満足度と自由記入欄を設けたアンケート調査を行い、78％の回収率で
2315枚の回答を集計した。

【結果】プログラム全体の満足度は「満足」と「やや満足」を合わせた割合が約4割であった。
テーマ別では、退院者との交流会の満足度が最も高く、次いで作業療法の視点から健康管
理について理解を深めるテーマも満足度が高かった。就労支援や回復施設紹介については
一定数のニーズがあるものの、復職予定の人や若年層の満足度は低かった。しかし、プロ
グラムを通じて施設を知る機会となり、断酒に向けた意識変容に寄与していた。

【考察】参加者は概ね満足感を得ており、退院後の生活のイメージづくりや健康意識の向上
など、日常生活に役立つテーマの重要性が窺えた。就労支援や回復施設に関しては、具体
的な事例を提示することや、グループワークを取り入れるなど、参加者が興味を抱ける工
夫を行う必要があると考える。今後も患者のニーズをより深く理解し、内容の見直しとニー
ズに応じた修正が必要である。

P1-92-4
高齢化率38％の圏域におけるA病院の入院前支援の現状～介入患者増加
に向けた取り組み～
田向∙幸（たむかい∙みゆき）

NHO 浜田医療センター看護部

【はじめに】
A病院は高齢化率38％（全国平均29％）の圏域で三次救急を担っている。平均在院日数14
日で、患者の療養上の課題を早期から把握し退院支援を行っている。2018年に入院退院サ
ポートコーナー設立後、年間約350件の入院前支援を行っているが対象患者の抽出不足等
の問題から支援が必要な患者への介入が十分にできていない現状があった。そこで、入院
前介入方法の見直しを行うことで、対象患者増加に繋がったため報告する。

【方法】
期間　2022年4月～ 2024年3月
内容　1.外来看護師へ患者選定方法の周知と優先度の高い疾患の明示2.外来看護師への聞
き取り3.受診患者リストから事前に対象患者抽出4.退院支援リンクナース会や広報誌での
入退院支援のアプローチ

【結果】
1.外来看護師より「今まで対象か迷っていたが介入依頼をしてよかった」等の回答が得られ
た。
2.2022年度と比較した2023年度で介入率増加がみられた診療科は、消化器内科13％
→44％、呼吸器内科13％→35％、呼吸器外科33％→90％、内分泌代謝内科13％
→54％、腎臓内科5％→49％であり、全診療科介入率は21％→36％であった。
3.退院支援リンクナースからは「入院前情報からリハビリ・家族とADLのゴール設定がで
きた」等の意見があった。

【考察】
2023年度は前年度より介入率が15％増加した。優先度の高い疾患の明示等により、介入
症例が可視化されたことが介入依頼に繋がったと考える。今後の課題は、介入数が増加す
ることで、対応できる人数が限られるため対応方法の検討が必要である。入院前支援で得
た情報を活かせるよう、引き続き病棟・多職種と連携を図っていきたい。

P1-92-3
特別メニューの選択からみた当院入院患者の嗜好と今後の課題
大野∙花蓮（おおの∙かれん）、濱田∙秋平（はまだ∙しゅうへい）、早川∙明子（はやかわ∙あきこ）

NHO さいがた医療センター栄養管理室

【目的・背景】当院では患者サービスの1つとして患者自身で選択していただく特別メニュー
の提供を週2回（昼・夕、計4回）行っている。2020年4月から特別メニューの選択率向上
のため、定期的な既存メニューの見直し、新メニューの検討を継続しており、選択率は年々
上昇している。そこで今回は、さらなる選択率の増加を目的として、当院における入院患
者の嗜好、選択率に影響する要因について分析、検討した。【方法】2020年4月～ 2024年
3月までの間で提供された全ての特別メニューの選択率を集計した。また、同期間で下記
条件の平均の選択率を集計した。（a）特別メニューが肉料理の時（b）特別メニューが魚料理
の時（c）通常食の主菜が肉料理の時（d）通常食の主菜が魚料理の時（e）昼食時（f）夕食時【結
果】全ての特別メニューの選択率を集計し、上位は丼物や麺類、肉料理が占め、下位は魚料
理が占めた。また、条件別の平均の選択率は（a）50.9％、（b）39.6％、（c）46.5％、（d）
50.6％、（e）46.8％、（f）49.6％であった。【考察】特別メニューにおける魚料理の選択率
は低く、通常食の主菜が肉料理の時に選択率が低下したことから、魚料理を好まない傾向
にあると考えられる。また、昼・夕で特別メニューの選択率を比較すると、昼の方が低い
結果となった。その要因として、当院で選択率の高い丼物・麺類・揚げ物の提供頻度に差
があることが考えられる（昼：45回/4年、夕：214回/4年）。今後の課題としては（1）魚
料理の魅力の向上、（2）作業時間に制限のある昼食時における特別メニューの提供方法につ
いて検討していく必要がある。
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P1-93-4
ISO15189：2022規格　移行審査に向けての取り組み
長島∙恵子（ながしま∙けいこ）、北沢∙敏男（きたざわ∙としお）、松尾∙理恵（まつお∙りえ）、大城∙雄介（おおしろ∙ゆうすけ）

国立国際医療研究センター病院中央検査部門

【はじめに】
当検査部門は2015年に ISO15189：2012版（以下旧規格）を取得し，9年間の維持
活動で更新審査とサーベイランスを経験した．2022年12月に第4版の国際規格文書
ISO15189：2022（以下新規格）が発行され，2024年7月に移行審査を受審することとし
た．当検査部における新規格対応への取り組みと，移行審査に関わる経験を紹介する．

【改定のポイント】
新規格書から読み取れたことは，公平性，機密保持，患者のウェルビーイング，安全，権利，
リスクアセスメントやリスクマネジメントなどのリスク対応にフォーカスが移ったことで
ある．また，旧規格のプロセス重視からパフォーマンス重視の要求事項への変化，POCT
に関する要求事項の追加，細かな指示記述が減り検査室としての考え方を反映させやすい
規格になったことが特筆される．そして， QMSの基盤としてきた品質マニュアルは必須で
なくなり，要求事項の章立ては箇条番号へ変更された．

【取り組み】
昨年8月，新規格の理解のため検査部内での勉強会を行った．そこをスタートアップとして
共通手順書の見直しと，新規に必要となった手順書の作成を実施．共通手順書の改定に合
わせてSOPや記録類の見直しと更新作業を行った．本年1月に運用を開始，3月に内部監
査を実施．抄録執筆時は内部監査の是正が完了したところである．

【おわりに】
今回我々は，新規格移行時にフレキシブル認定への対応も実施した．更には電子カルテ，
部門システム，生化学免疫検査機器の更新を同時期に行い繁忙を極めた．しかしながらス
タッフ一丸となり作業を進め，移行審査に備えている．本演題発表時までの間にあったこ
とを含め新規格移行の情報を共有したい．

P1-93-3
脳深部刺激療法
坂東∙和晃（ばんどう∙かずあき）1、東∙奈緒子（あずま∙なおこ）1、大西∙幸代（おおにし∙さちよ）1、
下川原∙立雄（しもかわら∙たつお）2

1NHO 奈良医療センターリハビリテーション科、2NHO 奈良医療センター脳神経外科

【目的】
パーキンソン病（以下PD）においては運動障害のみならず、認知機能低下や抑うつなど広範
な非運動性症状が確認されている。PD治療のひとつに脳深部刺激療法（以下DBS）があり、
奈良医療センター（以下当院）では年間20 ～ 30症例が行われている。その際に心理療法士
が臨床心理・神経心理検査（以下心理検査）を用いて認知・精神機能を評価しているが、評
価開始のタイミングや評価場所などは不統一であった。本研究の目的は当院の過去の評価
データを分析し、DBS前後の評価業務の標準化について検討することである。

【方法】
2021年4月1日～ 2024年3月31日までに当院でPDを対象に実施したDBS症例から、
DBS前後に行った心理検査のデータ31件を抽出した（平均年齢66.10歳）。実施した心理
検査はMMSE-J、HDS-R、MOCA-J、前頭葉機能検査（FAB）、コース立方体組み合わせテ
スト、レーヴン色彩マトリックス検査、日本版自己評価式抑うつ性尺度（SDS）であり、術
後の評価開始までの日数とDBS前後での心理検査の成績の関係について分析した。

【結果】
SDSにおいて、術後の評価開始日数5日以内の群（N=17）の平均変化量（-0.88）と6日以上
の群（N=11）の平均変化量（-9.91）の差が有意であった（t（24）＝2.98、p＜.01）。その他
の心理検査では有意差を認めなかった。

【考察】
評価開始のタイミングが心理検査の結果に影響すると示唆された。その他にも術後せん妄
やDBS後の脳浮腫、DBSの刺激調整、検査環境など、認知機能評価に影響する要因は多岐
にわたっており、今後の検討が必要である。

P1-93-2
HAL治療の質の向上と発展のために－つくばロボケアセンターの講習を経
て－
椎木∙陽啓（しいのき∙あきひろ）、川端∙伸美（かわばた∙のぶみ）、蓬原∙春樹（ふつはら∙はるき）、村井∙康成（むらい∙やすなり）、
川原∙徹朗（かわはら∙てつろう）、大村∙みつき（おおむら∙みつき）

NHO 宮崎東病院リハビリテーション科

【はじめに】当院は2023年度までにHAL医療用下肢タイプ（以下下肢タイプ）の運用におい
て人員や実施環境を整備した。今回HALを扱う人材の教育拠点の役割があるつくばロボケ
アセンターの講習を受講し、知識・技術を習得する機会を得た。本報告では当院の現状や
問題点など、講習での学びを交え述べる。【講習内容】下肢タイプの組み立てや各種アシス
ト設定（以下設定）などに関する座学と実技、HAL腰タイプ（以下腰タイプ）の実地体験、利
用者の介入見学。【講習で得た知見】脳卒中や脊髄損傷などの利用者を対象に動作練習に応
じた多様な設定。また下肢・腰タイプを組み合わせた介入。【当院の現状】神経・筋疾患患
者を対象に歩行練習が主で単一な設定。また下肢タイプによる介入。【当院の問題点】設定
の理解が不足。要因に学習機会が少ない、外部交流が少ない、HALに精通した職員が不在
など。【当院の課題】設定の理解を深めること。解決策に勉強会の開催やHAL導入施設との
交流、スペシャリスト養成など。【今後の展望】本講習では設定の理解不足を実感した。今
後は講習で得た知見を共有し、現状や問題点など共通認識を持つ必要がある。そして勉強
会の内容や計画など協議を進め、課題へ取り組むことが設定の選択肢を広げ、知識・技術
の向上に繋がることが期待できる。さらに下肢・腰タイプを組み合わせた介入も目指した
いが、適応患者の選定やリスク管理等の検証が欠かせない。また腰タイプは導入されたば
かりで、運用体制が整備されていない。取り組むべき事項は多々あるが、一つずつ解決す
ることが効果的なHAL治療の基盤となり、その質の向上と発展に寄与すると考える。

P1-93-1
腹腔鏡下折鶴トレーニングについて～ 1000羽作成して～
上田∙康史（うえだ∙やすふみ）1、大木∙雅晴（おおき∙まさはる）2、林田∙靖（はやしだ∙やすし）1

1NHO 嬉野医療センター泌尿器科、2佐世保共済病院泌尿器科

医療の手技・手術において以前より様々なトレーニングがある。腹腔鏡手術においても同
様に様々なトレーニングがある。その中で折鶴トレーニングというものがあることを知り
これまで取り組んできた。腹腔鏡下折鶴トレーニングは針を使った縫合・結紮トレーニン
グと比較し安全・安価である。また見た目の綺麗さや時間などで評価することができ確実
に成長を感じることができるトレーニングである。今回ドライボックスの中で1000羽を作
成し手術時間などにどういった影響があるのかを自身の症例で検討することとした。折鶴
トレーニングを開始し100羽越えてからは気腹時間の短縮に成功した。400 ～ 1000羽作
成の間、研究のため臨床から離れる1年であったため、腹腔鏡手術を執刀する機会がなかっ
た。1年間のブランクがある中でのトレーニングを継続してきた。その上で2023年4月以
降臨床に戻り腹腔鏡手術を執刀することでどのような影響があるか、またその後の手術時
間の短縮などについて検討する。また、トレーニングをせずに初めて執刀した場合とトレー
ニングをある程度行ってから初めて執刀場合での手術時間の違いについても検討する。
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P1-94-2
慢性期病院における「NHO臨床評価指標」と「JCQHC医療の質可視化プロ
ジェクト」の比較
齊藤∙晶子（さいとう∙あきこ）1、鈴木∙瑛梨（すずき∙えり）1、中村∙竜秀（なかむら∙たつひで）2、岡村∙昌之（おかむら∙まさゆき）1、
栗田∙悠史（くりた∙ゆうじ）1,2、佐藤∙征子（さとう∙せいこ）3,4,5、佐々木∙由美子（ささき∙ゆみこ）4、菅沼∙亜希（すがぬま∙あき）4、
渡邉∙ゆかり（わたなべ∙ゆかり）4、新井∙茂（あらい∙しげる）6、尾方∙克久（おがた∙かつひさ）3,7、太田∙康男（おおた∙やすお）8

1NHO 東埼玉病院事務部医事課、2NHO 東埼玉病院事務部企画課経営企画室、 
3NHO 東埼玉病院医療安全管理室、4NHO 東埼玉病院看護部、 
5国立精神・神経医療研究センター看護部、6NHO 東埼玉病院事務部、7NHO 東埼玉病院神経内科、 
8NHO 東埼玉病院内科

【目的】当院は政策医療を中心とした病院であり、国立病院機構（NHO）臨床評価指標を用
いた医療の質改善プロジェクトに取り組んできた。2022年度から日本医療機能評価機構

（JCQHC）医療の質可視化プロジェクトにも参加したので、両者の測定値を比較しその意
義を考察した。【方法】[A]血液培養実施時の2セット実施率、[B]手術ありの患者の肺血栓
塞栓症の予防対策実施率、[C]広域スペクトル抗菌薬投与患者に対する細菌培養実施率を、
NHO（N）とJCQHC（J）に提出したデータで比較した。基本統計量を集計後、χ二乗検定
におけるp＜0.05を統計学的有意と判定した。【結果】計測対象病棟は（N）一般入院基本料
算定病棟（50床）、（J）全病棟（400床）であった。2023年4 ～ 9月を（期間I）と同年10 ～
12月（期間II）を評価期間とした。期間I：[A]（N）32.3%（J）77.4%（p=0.0007）、[B]（N）
100%（J）100%（p=1.0）、[C]（N）54.5%（J）77.4%（p=0.24）、期間II：[A]（N）45.7%（J）
66.7%（p=0.96）、[B]（N）100%（J）75%（p=1.0）、[C]（N）68.4%（J）72.4%（p=1.0）で、
期間Iの血液培養実施率のみ統計学的有意差を認めた。【考察】同じ計測式を用いても、測定
対象病棟違いにより計測結果が乖離することが判明した。測定値だけにとらわれず、指標
の意味を理解した職員と診療状況を把握した医療職が共同して分析し、結果を解釈するこ
とが必要である。

P1-94-1
臨床評価指標における診療情報管理士の役割
赤木∙涼太郎（あかぎ∙りょうたろう）1、古山∙卓也（ふるやま∙たくや）1、久保∙めぐみ（くぼ∙めぐみ）1、
高田∙正弘（たかだ∙まさひろ）4、西岡∙巧（にしおか∙たくみ）2、大庭∙信二（おおば∙しんじ）3

1NHO 呉医療センター診療情報管理室、2NHO 呉医療センター管理課、3NHO 呉医療センター副院長、 
4NHO 呉医療センター感染対策部

【目的】
2021、2022年度目標未達成（目標値95％以上）となった「広域スペクトル抗菌薬使用時の
細菌培養実施率」について改善を目指した。

【方法】
1、毎月初に診療情報管理室からDPCデータ（様式1と入院EFファイル）を用いて、対象の
広域スペクトル抗菌薬を使用した症例のうち当該入院日～抗菌薬投与日までの期間に細菌
培養同定検査を実施しなかった症例を集計した。
2、集計した結果はAST専従薬剤師が分析し感染対策委員会にて報告をした。
3、診療科への注意喚起や対象抗菌薬のアナウンス、広報活動を行った。

【結果】
2021年 度76.4 ％、2022年 度74.1 ％、2023年（Q1）83.8%（Q2）89.3%（Q3）93.5 ％
と推移した。未実施を報告したデータの中にAST専従薬剤師では集計の対象と考えられる
症例があることが判明した。
1、細菌培養同定検査を実施しているが診療報酬の算定ルール上、主たる検査を算定するた
め（大腸検査等）、細菌培養同定検査が算定できないケース。
2、外来検査を受け、帰宅後、入院となり同日抗菌薬を使用されたケース。

【おわりに】
診療情報管理室は算出方法を理解してタイムリーに検証することが求められる。一部、診
療報酬上のルールによって現場の認識との乖離が見られたが、院内メールを中心に迅速に
対応できたと考える。現場の協力もあり、改善を認め目標は達成された。一方、2023年度
から目標値が90％に変更されたことについて感染対策部と議論した結果、救急入院による
致し方ない症例が一定数あるためと推察した。引き続き今回改善できた症例のパターンを
中心に対策していく方針である。今後も適切な抗菌薬の使用と投与前の適切な検体採取と
培養検査の推進を図るべく、その役割の一旦を担いたい。

P1-93-6
自施設でジェネラリストを目指して～特定行為研修中に受講内容を意識し
た看護実践を振り返る～
武田∙実優（たけだ∙みゆ）

NHO 函館病院外科

【はじめに】2023年度特定行為研修を自施設で受講した。研修で学んだ内容をタイムリーに
活かし看護実践を行った内容を振り返り評価し報告する。【方法】1、研修日程と勤務状況の
明文化2、実践内容の振り返り3、患者やスタッフの反応の評価4、1 ～ 3を明確にし評価
する【結果】火曜日、金曜日の9時～ 17時50分週2回の研修日、研修日以外で月8回の夜
勤を行った。10週間の実習期間には平日月曜日～金曜日に連日実習を行った。研修内で学
んだフィジカルアセスメントを活かし、これまでよりもバイタルサイン測定時に聴診や呼
吸回数、呼吸状態を意識し患者と関わった。病棟スタッフとの情報交換では「腸蠕動音の聴
取の判断基準ってそうだったんだ。」という声も聞かれた。患者への説明時には診療記事に
加え検査データやレントゲン写真など確認しながら説明することができた。チーム医療の
学びからそれぞれの職種に必要な情報を明確にし提供することができた。【考察】学んだこ
とをタイムリーな実践は自身の知識や技術の向上や再確認に繋がった。それは患者観察や
ケアの評価の質が上がりよりよい看護実践へ影響する。またスタッフとの情報交換は受講
した内容を伝達する機会となり病棟の看護の質の向上へと繋がると考える。研修で得た知
識を活用する意識を持ったことで患者への説明も具体的となり、治療の理解や不安の軽減
に有効であると判断した。多職種での医療の提供がより重要であり、患者と関わる機会の
多い看護師が適切に情報提供し連携がスムーズに図られることで患者のみならず家族にも
適切な医療が提供されると考える。【結論】研修での学びを実践に活かすことで看護の質の
向上に繋がる。

P1-93-5
組織内における心理的安全性の醸成に向けた取り組み～副看護師長として
活動した1分間スピーチ導入後の変化～
瀧口∙尚（たきぐち∙しょう）

NHO 長崎医療センター血液・呼吸器内科

組織の成功循環モデルにおいてグッドサイクルの基盤は関係の質にあり、チームマネジメ
ントには欠かせない心理的安全性に視点を当てた。近年のコロナ禍で対人関係の希薄化が
助長されているように感じている。副看護師長として関係の質に働きかけ、さらなる組織
におけるグッドサイクルを生み出すべく推進チーム（以下：関係の質 G）を立ち上げた。ス
タッフらが風通しのよい職場環境の中でいきいきと業務に取り組むことを目指し、心理的
安全性の根底にあるコミュニケーションのあり方について見直した。看護師を対象とした
関係の質に関する現状調査から、「円滑なコミュニケーション」および「相互尊重と信頼の醸
成」の取り組みが、関係の質を向上させる要素であることが示唆された。そこで、心理的安
全性が担保された環境作りの第一歩として、その人の人となりを知る機会を意図的に作る1
分間スピーチの導入に向けて活動した。関係の質Gの発信で全副看護師長を巻き込み、各
部署での活動に広げて取り組んだ。実践後の中間評価では、1分間スピーチは心理的安全
性の醸成を図るための一つのツールとして有用性があることが示唆された。また、他者に
対する認識面に変化が生じているという成果も垣間見える結果であった。現在も継続して
取り組んでおり、7月に再度職場内における対人関係および業務以外の対話を軸としたコ
ミュニケーションの変化を調査予定である。副看護師長の立場で組織内に働きかけた活動
を“コッターの企業変革の看護への応用”の変革理論を用いて内省し、得られた変化の要因
を分析し抽出することとしており、スタッフのエンゲージメントの向上に繋がる働きかけ
の必要性について報告する。
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P1-94-6
当院の「臨床評価指標100がん患者の周術期医科歯科連携実施率」への取り
組み
東野∙和美（ひがしの∙かずみ）

NHO 京都医療センター事務部企画課経営企画係

【目的】NHOの臨床評価指標「がん患者の周術期医科歯科連携実施率」は術前に口腔内の評
価や清掃などの口腔機能管理を実施することで口腔内常在菌が関係する術後肺炎などの発
症が抑えられ、周術期における医科と歯科の連携が重要であるとしている。当院では以前
よりこの加算について積極的に実施算定できていたが、R4年度はコロナ禍、院内クラス
タのため目標値より落ち込んだことで、100％を目標に重点課題として取り組むこととし
た。【方法】R5年4月1日～ R6年3月31日の期間で分母：5大がんで手術を施行した退院
患者数、分子：分母のうち、「手術、通則17周術期口腔機能管理後手術加算」を算定した
患者数として本部からの3か月計測結果、また月ごとにデータ確認を行った。【結果】R5年
4-6月92.9％（分母56分子52）、7-9月94.7％（分母76分子72）、10-12月97.2％（分母
72分子70）（本部実績より）、R6年1-3月95.2％（分母63分子60　）となり、年度として
は95.1％（分母267分子254）だった。100％にはならなかったが、前年度55.6％を大き
く上回る事ができた。【考察】重点指標を院内の管理診療会議で報告したことで、病院とし
ての取り組みという認識を持つことに更に繋がった。またコロナ禍、院内クラスターの影
響はかなり当院にはダメージが大きかったと言える。【結論】当院ではこの加算について医
科歯科ともに医師の意識は高く、患者の為にも必要だと理解を得られている。ただ医師が
手術時に加算オーダーしているため、医師の負担にもなり、運用面を考慮する必要がある。
医療の質は誰かの負担になるのではなく、部門横断的な活動の結果として参加病院の一体
感を向上させるような活動に繋げていきたい。

P1-94-5
血液培養2セット実施率のデータ検証について
宮原∙理恵（みやはら∙りえ）1、上村∙光弘（かみむら∙みつひろ）2

1NHO 災害医療センター診療録管理室、2NHO 災害医療センター統括診療部長

当院は日本医療機能評価機構が主催する医療の質可視化プロジェクトに参加しているが、
その指標の一つとして血液培養2セット実施率がある。当院の2023年1月～ 3月における
同指標は、DPCデータから得られた実施率（算定データ）は56.5％であり、細菌検査室が集
計した実施率（検査オーダーデータ）の98.5％よりかなり低く、現実の数値と乖離がある事
が判明し、原因解明のため検証を行った。2023年11月の実施状況を検証したところ、検
査オーダーをしている523件に対し、算定データ総数は408件であり、算定件数が足りて
いなかった。検査オーダーで算出した2セット率は98.5％、算定データでは71.6％だった。
それぞれのデータを照合したところ、検査オーダーが2回にもかかわらず、1回しか算定し
ていないデータが75件あった。原因を調べたところ、2014年度診療報酬改定に伴い、血
液と穿刺液は2箇所以上の部位から採取した場合、細菌培養同定検査が2回算定可能となっ
たが、システム改修がされておらず、複数回採取のデータは取り込めないという従来の設
定のままとなっていた事が判明した。その一方現場では、医事算定担当者が血液培養検査
を算定する都度、オーダーを確認し2回目の検査を手入力で追加算定しており、当然全ての
検査をカバーしきれていない状態であった。オーダーリングの改修を行ったところ、算定
データによる実施率は96.0％と正常化した。今回の検証により正確な実施率の算出と算定
漏れ防止が可能となった。診療報酬改定時の新たなルールに対し、それまでの医事システ
ムは対応しきれていない事があり、算定データのモニタリングの重要性が示唆された事象
と考えられここに報告する。

P1-94-4
レセプトデータを用いた医療の質改善事業におけるデータ分析～広域スペ
クトル抗菌薬の適正使用に着目したPDCA活動～
鈴木∙瑛梨（すずき∙えり）1、齊藤∙晶子（さいとう∙あきこ）1、塚田∙訓久（つかだ∙くにひさ）2,3,4、村上∙てるみ（むらかみ∙てるみ）2,5、
池田∙敦子（いけだ∙あつこ）6,7、小沼∙進吉（おぬま∙しんきち）2,8、石垣∙千絵（いしがき∙ちえ）9、栗田∙悠史（くりた∙ゆうじ）1、
新井∙茂（あらい∙しげる）10、尾方∙克久（おがた∙かつひさ）5,6、太田∙康男（おおた∙やすお）3

1NHO 東埼玉病院事務部医事課、2NHO 東埼玉病院臨床研究部、3NHO 東埼玉病院内科、 
4埼玉医科大学総合医療センター感染症科・感染制御科、5NHO 東埼玉病院神経内科、 
6NHO 東埼玉病院医療安全管理室、7NHO 東埼玉病院看護部、8NHO 東埼玉病院臨床検査科、 
9NHO 東埼玉病院薬剤部、10NHO 東埼玉病院事務部

【目的】レセプトデータを用いた国立病院機構の医療の質改善事業において、広域スペクト
ル抗菌薬投与前の細菌培養実施率を重点評価指標に採択した。医療の質向上につなげるた
め、当院でレセプトデータをどのように活用したか分析した。【方法】広域スペクトル抗菌
薬が処方された退院患者のうち、入院日から抗菌薬処方日までの間に細菌培養同定検査が
実施された患者を、レセプトデータから抽出し、件数と内訳を関係者へ提供した。計測対
象の内訳をASTリーダーと照合し、未実施症例の理由を検討した。合理的根拠なく未実施
だった事例を、対象病棟の医師や看護師へ情報提供し、実施率向上に努めた。同時に、関
係会議で病院全体への周知も徹底した。【結果】2023年度の実施率は69.4％（62件中43件）
であり、前年度を14.0％上回った。細菌培養未実施19件のうち、細菌培養を実施すべきで
行われなかった事例は16件であった。他に、2件は他院で広域スペクトル抗菌薬を開始後
に当院へ転入、1件はCOVID-19緊急入院のため検体採取が困難であった。【結論】レセプ
トデータから抽出した計測対象の内訳を分析することで、抗菌薬が適正使用されているか
を把握でき、レセプトデータを用いた分析を医療の質向上につなげることができた。

P1-94-3
広域スペクトル抗菌薬投与患者に対する細菌培養実施率の向上を目指した
取り組み
篠原∙友理（しのはら∙ゆり）1、斉藤∙明生（さいとう∙あきお）2、村田∙圭祐（むらた∙けいすけ）3、神尾∙咲留未（かみお∙さとみ）4、
高柳∙彰子（たかやなぎ∙あきこ）5、松本∙大輔（まつもと∙だいすけ）6、岡田∙郁花（おかだ∙あやか）6、渡邉∙覚（わたなべ∙さとる）7、
松本∙守生（まつもと∙もりお）8、高橋∙章夫（たかはし∙あきお）9

1NHO 渋川医療センター看護部、2NHO 渋川医療センター血液内科、 
3NHO 渋川医療センター呼吸器内科、4NHO 渋川医療センター薬剤部、 
5NHO 渋川医療センター臨床検査科、6NHO 渋川医療センター診療情報管理室、 
7NHO 渋川医療センター呼吸器内科、8NHO 渋川医療センター血液内科、 
9NHO 渋川医療センター脳神経外科

【緒言】薬剤耐性菌の増加が世界的な問題となっており、抗菌薬適正使用を推進するうえで
適切な細菌培養検査を行うことは極めて重要である。当院ではNHO臨床評価指標における
広域スペクトル抗菌薬投与患者に対する細菌培養実施率の向上について2021年度・2023
年度にAST（抗菌薬適正使用支援チーム）が中心となって取り組みを行い、高い成果を得ら
れたため報告する。【具体的な活動内容と成果】2020年の当院の抗菌薬投与前の細菌培養
実施率は79.6％と低い状態であった。2021年度（1回目）の取り組みでは、医局会や師長
会・リンクナース委員会などで広域スペクトル抗菌薬投与前の培養検査の必要性について
教育・指導を実施し、病棟看護師によりポスター作製・掲示を行った。また毎月実施率を
報告し、年2回の研修を行った。2021年の実施率は92.4％、2022年は94.8％と上昇し
たが、実施率95％以上の維持を目指して再度取り組むこととなった。2023年度（2回目）は、
前回の取り組みに加え提示資料の見直しを行うとともに、検査未実施例のリストアップを
行った。培養検査を指示しなかった医師に可能な範囲で理由を聴取し、改善策を検討した。
2023年は95.0％と高い実施率を維持することができた。【考察】各対策により職員の知識
の定着・認識の向上が得られ、特に看護師側から医師側へ働きかけられるようになったこ
とも高い実施率に繋がったと考えられる。さらに検査を指示しなかった医師への介入を行
うことで、高い目標を達成することができた。今後も持続的に対策を行っていくことが重
要である。
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P1-95-4
看取りの場面に家族が立ち会うことができなかった2事例からの学び
中川∙莉佳子（なかがわ∙りかこ）、眞鍋∙信子（まなべ∙のぶこ）、助実∙杏奈（すけざね∙あんな）、山本∙明子（やまもと∙あきこ）

NHO 長良医療センター看護部

【目的】緩和ケア病棟では、患者のQOLを重視したケアを行い、自然な形での看取りをして
いる。家族不在時に最期の時を迎えた2事例の関わりから、患者・家族にとってどのような
最期が良かったのかを振り返り考える。【事例の経過】A氏80代男性甲状腺未分化がん：家
族は入院中から患者との時間をもち、患者の傍を離れる時は感謝の気持ちなどを話し帰宅
されていた。家庭の事情ですぐに来院出来ないため、看護師は亡くなった事を電話越しに
家族に伝えた。翌日、来院後も家族はA氏と共に時間を過ごした。B氏50代男性心臓血管
肉腫：妻は入院中毎日面会し、2人の時間を過ごした。妻からは夫を失う予期悲嘆が多く聞
かれていたため、看護師は亡くなったことを電話越しに伝えることを躊躇し、呼吸が弱く
なっていると説明し来院してもらった。【結果】2事例とも、呼吸停止時に家族が傍にいなかっ
た。家族は患者の傍を離れる際に感謝の思いを伝えていた。病棟到着後は家族の時間を過
ごした。どちらの家族も入院中に患者と同じ時間を過ごせたことに感謝を述べていた。【考
察】オランダの調査（Witkamp FE et al,2015）では「遺族は立ち会えたことよりお別れを
言えたことを重視している割合が多い」と言われる。これまで看取り時は家族が立ち会うこ
とが望ましいと考えていた。今回、2事例を通して患者・家族にとって良い最期を迎えるに
は、共に過ごせる環境と時間を整えること、看取り後も十分なお別れの時間がとれること
が大切であると考える。【結論】患者・家族の最期が後悔のないものになるには、患者・家
族が同じ時間を過ごし思いを伝えあう環境を整えることが重要である。

P1-95-3
がん患者が抱えるスピリチュアルペインに着目した関わりの検討～緩和ケ
アチームで「言葉」をひろう取り組みを通して～
大塚∙美里（おおつか∙みさと）1、松本∙恵里子（まつもと∙えりこ）1、西嶋∙有里乃（にしじま∙ゆりの）2、戸沢∙美希（とざわ∙みき）3、
山下∙晶穗（やました∙あきほ）4、山村∙佳乃子（やまむら∙かのこ）5

1NHO 熊本医療センター緩和ケアチーム看護師、2NHO 熊本医療センター緩和ケアチーム薬剤師、 
3NHO 熊本医療センター緩和ケアチーム作業療法士、 
4NHO 熊本医療センター緩和ケアチーム管理栄養士、 
5NHO 熊本医療センター緩和ケアチーム公認心理師

【目的】がん患者は全人的苦痛を体験しており、緩和ケアチームでも全人的苦痛の視点で患
者に関わる。その中で、人生の意味への問いや死への恐怖などのスピリチュアルペインに
対する評価や対応が十分にできていないと感じていた。そこで、がん患者が発する「言葉」
に着目し、スピリチュアルペインと捉えた言葉をチームで共有し見落とさない取り組みを
行った。【方法・実践】1.2023年5月～ 2024年3月の緩和ケアチーム介入中の患者との会
話でスピリチュアルペインと捉えた「言葉」を各職種でピックアップした。2.緩和ケアカン
ファレンスでチームメンバーとピックアップした言葉を関係性・自律性・時間性の項目に
分類し、その背景を探り患者の思いや考えを共有した。公認心理師よりアドバイスをもらい、
関わり方やコミュニケーション方法を考え実践した。また、その内容を病棟スタッフへ伝
達した。【結果・考察】「言葉」を拾う取り組みを実践したことで、各職種が患者との会話の
中でスピリチュアルペインが含まれていることに気づくようになった。ピックアップされ
た言葉には「どうせ食べられない」「どうしてこうなってしまったかな」「何もできない」な
どが挙げられた。緩和ケアカンファレンスでスピリチュアルペインに対する介入する方法
を考え実践することがより深い患者理解につながり、さらに病棟スタッフへ還元できた場
面もあった。
患者が語るスピリチュアルペインを、チームで捉え関わることの大切さが示された。チー
ムで考えることで、より患者を理解し介入することができると考える。スピリチュアルペ
インを常にキャッチしようとするアンテナを持ち、継続的にチームで関わるようにしてい
きたい。

P1-95-2
患者の思いを支える多職種連携協働
高坂∙彩乃（こうさか∙あやの）1、佐藤∙尚美（さとう∙なおみ）2、丹藤∙千絵（たんとう∙ちえ）3、高野∙裕美子（たかの∙ゆみこ）4

1NHO 千葉医療センター外来、2NHO 千葉医療センター退院支援部門、 
3NHO 千葉医療センター緩和ケア外来、4NHO 千葉医療センター緩和ケア病棟

【はじめに】外来で社会背景が脆弱であることに気付き、患者の思いから苦痛を抽出し多職
種で連携協働した結果、安心して療養生活を送ることが出来た事例について報告する。【事
例紹介】A氏50歳代女性。20XX年に当院を受診し、スキルス胃がん・腹膜播種と診断され、
1年生存を目標として化学療法開始。20代長男と障害があり自力で日常生活を送ることが
困難な10代長女と3人暮らし。【看護介入】A氏から自分が世話を出来なくなる長女が心配
であると苦痛の表出があった。そこで社会的支援が必要であると考え、A氏の在宅療養環境
を整える為に退院調整看護師との面談を調整した。同時に外来看護師が児童相談所に相談
するように説明し、長女の支援調整を開始した。その後はA氏の病状に合わせて訪問看護
導入等の支援を実施した。12月病状が悪化し長女の世話を行う事が困難になったが、施設
入所が決まっていなかったため、医師が担当児童福祉士へ病状説明をした結果、翌週に施
設入所が決定した。A氏から「安心した」と発言が聞かれた。その後は在宅療養が継続出来
るように多職種で協働を行なった。年末、病状悪化し緩和ケア病棟入院。外来でのケアを
病棟へ情報共有し、A氏は心の安寧を保ちつつ永眠された。【考察】A氏の思いから苦痛を早
期に抽出し、病院と地域で多職種連携協働することでA氏が安心出来る療養環境を整える
ことが出来た。外来という限られた時間の中でも患者の思いに気付き多職種連携協働した
事が問題の早期解決に繋がり患者の安寧を図ることが出来たと考える。今後も患者の思い
に気付ける看護を継続し患者の苦痛軽減を図っていきたい。

P1-95-1
がん患者における倦怠感への看護介入の振り返り
小田切∙里緒（おたぎり∙りお）、牧内∙美和（まきうち∙みわ）

NHO 信州上田医療センター看護部

【背景】がん関連疲労（以下倦怠感）の治療法は確立しておらず、患者の主観的な症状のため
医療者による介入が難しい。倦怠感に対しどのような関わりが有効であるか症例をもとに
分析したいと考えた。【目的】がん終末期で全身倦怠感によりQOLが低下していた患者との
関わりを振り返り、倦怠感の緩和に至った要因を考察する。【方法】実践した看護に対し診
療録から、倦怠感の緩和に至った要因について後方視的に分析した。【事例】A氏、70歳代、
男、直腸がん。PS：4。積極的な治療は終了し緩和ケアを行いながら入退院を繰り返していた。
入院時から倦怠感による抑うつ状態であり、遠慮がちな性格からケアを断ることが多かっ
た。気分転換目的で余暇活動を提案したがA氏は「だるい」と断った。そのため、倦怠感の
介入を検討するために病棟看護師とカンファレンスを行い、A氏が下肢浮腫の苦痛を訴えて
いることが分かった。さらに、A氏の全人的苦痛を再度アセスメントしたところ、A氏は下
肢浮腫、痛み、不眠により倦怠感が増強し、気持ちが落ち込んでいることがわかった。そ
こで、日常生活援助に下肢マッサージを取り入れ、医師と協働して身体症状緩和に注力し
たことで、A氏から「体が楽になった」と反応があり、表情は明るくなった。【考察】倦怠感
は様々な要因から感じる苦痛であり、介入の難しさから看護介入が少なかったことが分かっ
た。しかし、他看護師とのカンファレンスを行い、倦怠感の要因について患者の全人的苦
痛に目を向け、アセスメントを繰り返し行ったことや、下肢マッサージといった個別性の
高い看護ケアの提供により、A氏の苦痛は軽減していたことが分かった。
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P1-96-2
術前診断し腹腔鏡下に整復したS状結腸間膜窩ヘルニアの1例
生水∙颯（おみず∙はやて）1、谷口∙健次郎（たにぐち∙けんじろう）2、尾崎∙晃太郎（おさき∙こうたろう）2、菅澤∙健（すげざわ∙けん）2、
山本∙修（やまもと∙おさむ）2、奈賀∙卓司（なか∙たくじ）2

1NHO 米子医療センター臨床研修センター、2NHO 米子医療センター消化器外科

症例は56歳、男性。腹部手術歴はない。2週間前から嘔吐、腹痛が続き、症状軽快しない
ため当院救急外来受診した。Xp,CTでイレウスと診断され当院消化器内科に緊急入院した。
絶食補液で治療行うも症状改善みられず、入院5日目にイレウス管を挿入した。イレウス管
挿入後もイレウス改善みられないため、イレウス管造影検査を施行したところ、S状結腸外
側付近のイレウス管先端部に狭窄部を認め、CTでも骨盤左側のS状結腸外側に向かって小
腸の狭窄部位を認めた。S状結腸間膜窩ヘルニアによるイレウスが強く疑われ当科に紹介、
入院19日目に手術を実施した。腹腔鏡で腹腔内を観察するとイレウス管からすぐ先の小腸
がS状結腸間膜窩に一部入り込んでいた。S状結腸間膜窩に入り込んでいた小腸の癒着を剥
離し引き出した。小腸の壊死所見は認めなかったため陥入した小腸は温存した。S状結腸間
膜窩に3cmほどの間隙を認めたため縫合閉鎖し手術終了した。経過は良好で術後9日目に
退院した。S状結腸間膜窩ヘルニアの症状は非特異的な腹部所見を認めることが多く、S状
結腸間膜窩ヘルニアと術前診断されることは多くない。今回、S状結腸間膜窩ヘルニアを術
前に診断することで、侵襲の低い腹腔鏡で治療を行うことができたため報告する。

P1-96-1
高齢者pStageIII大腸癌根治切除症例における術後治療の現状と長期成績
の検討
吉田∙晋（よしだ∙しん）1、鈴木∙有十夢（すずき∙あとむ）1、山本∙常則（やまもと∙つねのり）1、村上∙雅憲（むらかみ∙まさのり）2、
長島∙由紀子（ながしま∙ゆきこ）1、坂本∙和彦（さかもと∙かずひこ）1、矢原∙昇（やはら∙のぼる）1、吉野∙茂文（よしの∙しげふみ）1

1NHO 関門医療センター外科、2NHO 関門医療センター心臓血管外科

【背景】高齢癌患者に対する治療指針は未だ明確に示されておらず、実臨床において治療方
針に悩むケースは少なくない。【目的】高齢者pStageIII大腸癌切除症例における術後補助療
法および再発治療の現状と長期成績を検討した。【対象・方法】2013年1月～ 2023年12
月に当科で根治切除を施行しpStagIII大腸癌と診断された210例を対象とした。80歳以
上（E群）と80歳未満（NE群）の2群に分け後方視的に検討した。【結果】E群/ NE群は66
例/144例、年齢中央値は85歳（80-95）/68歳（34-79）、男性は26（39%）/80（56%）、
ASA-PS3以上は53（83%）/52（36%）、CCI:6以上は41（62%）/17（12%）、右側結腸は
35（53%）/48（33%）、郭清縮小は10（15%）/3（2%）、Clavien-Dindo分類GradeIII以
上は5（7%）/9（6%）、pStageIIIcは8（12%）/29（20%）であり、E群で有意に男性が少な
く、ASA-PS3以上、CCI:6以上、右側結腸、郭清縮小が多かった。術後補助療法施行率は
E群36%（24/66）、NE群83%（120/144）であり、治療完遂率は46%、79%であった。
再発はE群で26%（17/66）、NE群で26%（37/144）に認め、再発に対して治療が行われ
たのは24%（4/17）、97%（36/37）であり、E群ではほとんどが無治療であった。RFS、
OS、CSS（癌特異的生存率）、非CSSの比較ではいずれもE群が有意に不良であった。【ま
とめ】非高齢者群と比較して、高齢者群では術後補助療法および術後再発治療の施行率は低
く、CSSにおいても不良であった。

P1-95-6
アドバンスケアプランニングに基づき、患者と家族の希望を地域と共に支
える
中村∙めぐみ（なかむら∙めぐみ）

NHO 三重中央医療センター看護部

【はじめに】
アドバンスケアプランニング（以下ACP）に基づき、難渋するがん疼痛とせん妄があった患
者の望む最期を地域と連携し、支援できた事例を報告する。

【事例】
A氏、40歳代、女性、腎臓がん（多発骨転移、肺転移、がん性胸膜炎）、夫と子供の5人暮らし。
X年6月多発骨転移により下肢麻痺、膀胱直腸障害を認めた。A氏は「母親として、子供の
傍にいることに価値を持ち、どんな姿でも自宅で家族と過ごすこと」を希望していた。X+1
年3月にA氏はせん妄と呼吸困難、がん疼痛のため入院となった。苦痛に対し、医療用麻薬
による鎮痛とミダゾラムを併用して浅い鎮静の実施を多職種で合意した。夫へ鎮痛と鎮静
の必要性を説明し、夫は「彼女が苦しまないようにしてあげたい」と同意した。その後、夫
はA氏のACPから推定意思として、A氏と自宅で過ごすことを希望した。しかし、A氏を
担当している在宅医ではミダゾラムが処方できないため、夫へ外泊で帰宅の提案、また外
泊中に死去する可能性を説明し、夫から理解を得てA氏は外泊をした。看護師は退院前訪
問を実施し、訪問看護師と毎日情報共有をした。外泊3日目にA氏の意識レベルが低下し、
夫は在宅での看取りを希望した。ミダゾラムを中止し在宅医に依頼し、自宅で最期を迎え
る調整をした。その2日後にA氏は家族に見守られ自宅で逝去した。

【考察】
看護師は夫がA氏のACPに基づき代理意思決定者の役割を遂行できるよう支援した。さら
に、A氏のACPから自宅で過ごすために在宅スタッフと連携を図り実現に至ったと考える。
今後も地域との連携を図り、患者のACPに基づいたマネジメントを継続していく。

P1-95-5
傾聴とセルフマッサージの効果
山村∙二三江（やまむら∙ふみえ）

NHO 函館病院看護部緩和ケアチーム

【はじめに】がん患者は「少しでも長く生きたい」という思いで、化学療法などを実施し続け
ている。今回、不安な中で化学療法を実施している患者に、日々がんばっている自分に目
を向け、芯の思いを大切にできるよう関わった事例を報告する。【患者紹介】A氏、60歳代　
女性。肝内胆管癌、肝転移。家族構成は夫、子供3人（内1人同居）【経過】肝内胆管がんと
診断され、主治医から予後1年6か月と説明されている。友人が同様のがんで亡くなり不安
を強く訴え、「子供や孫の成長を見たい」と話していた。化学療法を続ける中で、徐々に食
欲低下や倦怠感等が出現していた。A氏は、限られた時間を大切に過ごそうと、やりたいこ
とをリストにしていた。緩和ケアチームとしては、日々の頑張りを認めリスト内容を実施
できるよう、セルフマッサージの方法を提案した。患者は自宅で体に触れ「がんばっている
ことに気づいた」などと話していた。やりたいことリストに挙げた自分たちで改造した車で
の旅行などを実施することができた。また患者から、「副作用で寝てばかりいるより、楽し
く好きなことをして過ごそうと思いました」の声が聞かれた。【考察】山口は「抑うつや不安
の高い人にゆっくりした速度でマッサージをしてあげると、脳内でセロトニンがつくられ
て症状が軽くなるのだ」と述べている。今回、患者は自分に触れることで、身体と心が癒され、
治療だけではなく、楽しい時間を過ごしたいという気持ちの変化に気づきことができたの
ではないかと考える。【結果】治療を重視していたが、セルフマッサージをすることで、癒
され気持ちに余裕ができ、自分の気持ちを俯瞰して考えられるよう支援することができた。
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P1-96-6
下腸間膜動脈根部処理を伴う腹腔鏡下S状結腸切除により難治性吻合部狭
窄を生じたPersistent descending mesocolonの1例
佐藤∙友美子（さとう∙ゆみこ）1、津坂∙翔一（つざか∙しょういち）2、小丹枝∙裕二（こにし∙ゆうじ）2、三野∙和宏（みの∙かずひろ）2、
川村∙秀樹（かわむら∙ひでき）2

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター外科・消化器外科

【緒言】Persistent descending mesocolon（PDM）は下行結腸が内側を走行し小腸間膜と
癒着する先天的固定異常である。下行結腸・S状結腸間膜の短縮により辺縁動脈損傷のリス
クが高いため、PDMの左側結腸癌では左結腸動脈を温存したD3郭清が推奨される。

【症例】症例は79歳男性。便潜血陽性の精査で、cStageIIaのS状結腸癌の診断となり、当
科で腹腔鏡下S状結腸切除+D3郭清を施行した。術中所見では下行結腸が内側を走行し小
腸間膜と癒着しておりPDMと認識したが、辺縁動脈が存在しており血流は確保できると判
断し下腸間膜動脈を根部で切離した。しかしインドシアニングリーン蛍光法では口側腸管
断端に虚血所見を認めたため、追加切除のうえDouble stapling techniqueで吻合した。
経過良好で術後12日目に退院したが、術後34日目に腹部膨満を主訴に再診し、CTで吻合
部狭窄による腸閉塞を認め再入院となった。内視鏡下にバルーン拡張を計3回施行したが、
改善せず手術の方針とした。吻合部は後腹膜と強固に癒着しており、切除は困難と判断し
下行結腸と吻合部肛門側直腸でバイパス術を施行した。縫合不全や再狭窄が懸念されたた
め回腸双孔式人工肛門を造設した。経過良好で再手術後24日目に退院となった。

【考察】吻合部狭窄の原因としては緊張、血腫、縫合不全、感染、血流障害などが挙げられる。
本症例はPDMでありながら、下腸間膜動脈を根部で切離したことで血流障害が生じたと考
えられる。PDMにおいて左結腸動脈を温存すべきである。

P1-96-5
全内蔵逆位症と腸回転異常症を合併し、腸重積をきたし肛門まで脱出した
盲腸癌の1例
岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）、大元∙航暉（おおもと∙こうき）、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）、柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）、
櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）、北田∙浩二（きただ∙こうじ）、濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）、
徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）、
稲垣∙優（いながき∙まさる）

NHO 福山医療センター消化器外科

症例は62才の男性。腹痛・腹満を主訴に当院に救急搬送された。初診時、腹部膨満、腹部
全体に圧痛を認めたが筋性防御は認めなかった。胸腹部CTで腸閉塞、腸重積、多発肺転移、
多発肝転移、多発リンパ節転移と完全内蔵逆位・腸回転異常症を認めた。直腸指診で肛門
すぐに重積腸管触れ、先進部に2型腫瘤あり。病理でGroup5、adenocarcinomaを認めた。
CS（下部消化管内視鏡）を施行したが重積は解除できなかった。来院後から泥状便・排ガス
は継続してあり、腸閉塞の増悪はないものの、再度CS行っても重積の解除はできなかった。
大腸の閉塞解除目的に手術を施行した。術中所見は腸重積は解除されておらず直腸内に腫
瘍の先進部を触れた。non rotation型の腸回転異常症を合併していたために、左上腹部に
回盲部が位置していた。回腸が盲腸内に引き込まれているように見えたが、用手的に重積
の解除を試みるが不可能であった。外観からは重積している腫瘍の基部がはっきりしない
ものの、回盲部付近と思われ、口側は回腸末端で切離した。摘出標本では、虫垂開口部あ
たりに基部を持つ、盲腸癌の粘膜脱と思われたが、その後、病理診断にて盲腸癌の腸重積
症が確定した。全内蔵逆位症と腸回転異常症を合併し、盲腸癌が重積し肛門まで脱出する
というまれな症例を経験したので報告した。

P1-96-4
ストーマ患者のセルフケア自己効力感向上に向けた取り組み ‐ ストーマセ
ルフケア計画表を使用して患者の視点から見た有用性 ‐
山本∙友香（やまもと∙ともか）、居馬∙梨子（いば∙りこ）、池田∙有沙（いけだ∙ありさ）、東谷∙知幸（ひがしたに∙ともゆき）、
奥村∙千紘（おくむら∙ちひろ）

NHO 南和歌山医療センター消化器外科

【はじめに】術後早期から、ストーマセルフケア計画表（以下、計画表）を使用した患者教育
がセルフケア獲得に効果的だと報告があるが、術前から計画表を用いた患者教育の効果に
関する報告は少ない。加えてセルフケア獲得には自己効力感の強さが影響するため、自己
効力感向上のための介入について症例報告する。【目的】患者と看護師が計画表により、日々
の到達目標を共通認識する事で、セルフケア獲得のための自己効力感向上に影響したか検
証する。【方法】入院時から、計画表を使用しセルフケア獲得に向けた患者教育を行う。計
画表や質問紙、看護経過記録から、患者の思いや手技の獲得状況をデータ収集する。収集
したデータを、バンデューラの自己効力感を高める4要素に沿って考察する。【結果】症例
1は、術後合併症により患者教育を中断したが、セルフケアをおおよそ獲得できた。直接的
達成体験、代理体験、生理的・情動的喚起の3つが自己効力感を高める影響因子であった。
症例2は、計画表に沿ってセルフケアを確実に獲得した。直接的達成体験、代理体験、言
語的説得、生理的・情動的喚起の4つが自己効力感を高める影響因子であった。【考察】計
画表使用により、患者とセルフケア獲得の目標や計画を共通認識できた。そのうえで、患
者が直接的達成体験や代理体験を重ねる事で自己効力感を向上させる事ができた。言語的
説得は意欲の持続に有用だった。生理的・情動的喚起により、直接的達成体験や代理体験、
言語的説得の効果を強化できた。【結論】計画表の活用により、患者と看護師が日々の到達
目標を共通認識する事で、セルフケア獲得のための自己効力感向上を高める助けとなった。

P1-96-3
腹腔鏡下腹部手術後における早期離床を困難にする要因
田川∙駿斗（たがわ∙はやと）、池田∙有沙（いけだ∙ありさ）、羽竹∙隆幸（はたけ∙たかゆき）、西嶋∙理恵（にしじま∙りえ）、
奥村∙千紘（おくむら∙ちひろ）

NHO 南和歌山医療センター 6階東病棟外科

【はじめに】術後合併症予防には早期離床が重要だが、低侵襲の腹腔鏡下手術でも離床困難
な事例がある。そこで早期離床を困難にする因子について後方視的研究を行い、早期離床
の為の看護師の役割を明らかにしたい。【目的】腹腔鏡下手術を受けた患者の術後1日目の
離床を困難にする因子を明らかにする。【方法】2023年度にA病棟で腹腔鏡下手術を受けた
患者における術後1日目の離床が困難であった症例を調査し、離床困難にする因子を診療
録から収集し分析する。【結果】腹腔鏡下手術後286例中、離床困難は19例。内訳は座位
保持困難4例、歩行困難15例。離床困難因子は、疼痛が最多、次に血圧低下、術後嘔気嘔
吐（PONV）であった。年齢は70歳代、術式は結腸切除術が最多であった。PONV発生因
子への看護師の理解不足により医師や薬剤師との連携に課題が残った。【考察】結腸切除術
における離床困難の理由は、他の腹腔鏡下手術と比較し創部が複数あり体動時に疼痛を感
じやすい事や、体液移行による一過性の循環血液量低下、長時間手術の影響、オピオイド
鎮痛薬の使用によりPONVが出現しやすい事だと考える。その為、鎮痛薬の効果発現時間
を考慮した薬剤使用やオピオイド鎮痛薬以外の選択、起立性低血圧に注意した段階的離床、
PONV発生因子を理解し、医師や薬剤師と協働し予防的に制吐剤を投与する等患者毎の離
床困難因子を理解した観察や対応が必要である。また、後期高齢者の増加による加齢に伴
う術後筋力低下も起こしやすくなる為、理学療法士との連携が重要である。【結論】離床困
難因子は、疼痛、血圧低下、PONVであった。患者毎の離床困難因子を理解し、緩和でき
るよう看護師は多職種連携する必要がある。
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P1-97-4
アキレス腱断裂縫合術後感染に閉鎖性陰圧療法を行った1例
栩木∙弘和（とちぎ∙ひろかず）、鈴木∙黛（すずき∙まゆ）、松田∙昌大（まつだ∙まさひろ）、内川∙貴太（うちかわ∙たかひろ）、
増本∙奈 （々ますもと∙なな）、小林∙洋樹（こばやし∙ひろき）、畑∙亮輔（はた∙りょうすけ）、石濱∙寛子（いしはま∙ひろこ）、
安田∙明正（やすだ∙あきまさ）

NHO 埼玉病院整形外科

はじめに）アキレス腱縫合術後感染は比較的頻度も高く治療に難渋することも報告されてい
る。今回我々はアキレス腱縫合術後感染に閉鎖性陰圧療法を行った1例を経験したので報
告する。症例）症例は41歳男性でバスケットで受傷したアキレス腱断裂に対して受傷後翌
日近医整形外科受診し、受傷4日目に当院紹介受診した。受傷6日目に局所麻酔下でアキレ
ス腱縫合を行った。術後3週目に発赤腫脹が創部にあり局所麻酔で洗浄、デブリ－ドマン、
再縫合を行った。以降抗生剤投与も行い一旦落ち着いたかに見えたが創部から排膿があり、
前回術後5週目にデブリ－ドマン、閉鎖陰圧療法を開始した。アキレス腱は約4cmのgap
を生じた。閉鎖陰圧療法は4週行いこの期間は足関節ROM、荷重訓練リハビリを行った。
アキレス腱GAP部の肉芽形成は良好であった。以降は湿潤開放療法で上皮化閉創をめざし
た。閉鎖陰圧療法開始後2か月の現在、一部上皮化が終わっていないが排膿なく感染は落ち
着いており今後の足関節機能再建についての経過を見ながら検討中である。結語）アキレス
腱断裂縫合術後感染の治療として感染の鎮静化、皮弁による被覆、アキレス腱の再建が必
要とされ侵襲が大きくなり治療期間も長くなることも多い。本症例では患者の希望もあり
なるべく手術回数を少なくするために開放湿潤療法で上皮化をめざした。今後の経過では
植皮、アキレス腱再建術が必要と思われる。

P1-97-3
子宮内感染を契機とした侵襲性インフルエンザ菌感染症症例
楠∙千恵子（くす∙ちえこ）1、畠∙伸策（はたけ∙しんさく）1、武藤∙敏孝（むとう∙としたか）2

1NHO 小倉医療センター臨床検査科、2NHO 小倉医療センター血液内科

【はじめに】侵襲性インフルエンザ菌感染症とは、インフルエンザ菌による侵襲性感染症（本
来無菌である部位から起炎菌が分離された感染症）のうち、血液や髄液からインフルエン
ザ菌が検出された感染症のことをいう。感染経路は飛沫・接触感染である。【症例】妊娠10
週、30代女性。発熱、下腹部痛、不正出血あり。来院時血液培養2セット採取され、入院
にて抗菌薬投与開始された。再度性器出血あり、組織の排出を認め自然流産となった。入
院時の血液培養2セット4本からH.influenzaeが検出され、侵襲性インフルエンザ菌感染
症と診断された。薬剤感受性結果よりβラクタマーゼ産生アンピシリン耐性（BLPAR）であっ
た。その後、経腟超音波断層法で子宮内腔に脱落膜の残存を疑う高エコー域を認め、ドレ
ナージ目的にD＆Eを行い、軽快した。【考察】侵襲性インフルエンザ菌感染症に関しては、
2013年以降、五類感染症全数届出の対象疾患となっているが、報告は5歳未満と65歳以
上が多く、特に1歳未満が最多である。1歳未満では髄膜炎や肺炎が、65歳以上では肺炎
が多くを占めている。本例は、30歳代で子宮内感染が感染源と考えられるまれな症例であ
り、文献的考察を加えて報告する。

P1-97-2
同日5回の交通事故を契機に診断に至った出血性脳塞栓症を伴う感染性心
内膜炎の一例
植木∙理絵（うえき∙りえ）、大平∙瞭（おおひら∙りょう）、甲斐∙史一（かい∙ふみかず）、青木∙久遠（あおき∙ひさと）、
四宮∙祥恵（しのみや∙よしえ）、坂口∙裕太郎（さかぐち∙ゆうたろう）、平野∙孝士（ひらの∙たかし）、新居田∙翔子（にいだ∙しょうこ）、
堀内∙弘司（ほりうち∙ひろし）、古郡∙慎太郎（ふるごおり∙しんたろう）、大塚∙剛（おおつか∙つよし）、宮崎∙弘志（みやざき∙ひろし）、
古谷∙良輔（ふるや∙りょうすけ）

NHO 横浜医療センター臨床研修医

【背景】感染性心内膜炎（IE）の重大な合併症の一つとして血管塞栓症がある。中枢神経系合
併症はIEの経過中約40-80％の患者で発症したとの報告がある。特に出血性脳塞栓症をき
たした場合には外科手術が困難となり治療選択や予後に大きな影響を及ぼす。今回、同日
5回の交通事故を起こし救急搬送され、画像検査で多発脳出血が判明し、その原因として
感染性心内膜炎の診断に至った症例を経験したため報告する。【症例】50代男性。来院1週
前から腰痛と発熱の症状があった。来院当日、自身の運転する車で計4回の衝突事故を起
こした後、最終的に横転事故を起こし救急搬送となった。来院時39℃台の発熱があり、意
識は清明であったが神経所見として左半側空間無視があり、頭部単純CT検査で左前頭葉出
血、右後頭葉出血が認められた。頭蓋内以外にも肺、腎臓、脾臓、椎体に播種病変があり、
血液培養からメチシリン感受性黄色ブドウ球菌が持続的に検出された。経胸壁エコーでは
疣贅は明らかでなかったが、入院後施行した経食道心エコーで僧帽弁に1cm大の疣贅を認
め、感染性心内膜炎と診断した。感染性心内膜炎としては準緊急手術の適応であったが出
血性脳塞栓症を伴っていたことから、早期の手術が困難であり抗菌薬で保存的に治療を行
い、良好に経過している。【考察】本症例において交通事故の経過から当初は外傷性の脳出
血が疑われた。しかし画像所見が典型的でないこと、発熱や他臓器の血管塞栓症などの全
身症状を伴っていたことから、敗血症性塞栓症を鑑別に上げIEの診断に至った。多発する
脳出血の原因として敗血症性塞栓症を鑑別にあげることは重要であり、特に中枢神経合併
症が多いIEは考慮する必要がある。

P1-97-1
発熱と尿閉が先行し尿路感染症との鑑別を要したヘルペス脳炎の1例：髄
膜炎尿閉症候群
池内∙智行（いけうち∙ともゆき）、山本∙光紘（やまもと∙みつひろ）、唐下∙泰一（とうげ∙ひろかず）、冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）

NHO 米子医療センター呼吸器内科

【症例】75歳，男性【既往歴】陳旧性脳梗塞【現病歴】当院受診10日前より発熱を認めた．か
かりつけ医を受診したが，あきらかな感染focusはなく，解熱剤の処方で経過観察となって
いた．解熱が得られず強い倦怠感とふらつきにより当院搬送へ救急搬送となった．病院到
着時JCS1，会話は可能だが受け答えに時間を要した．四肢麻痺や感覚障害はなく，発熱以
外のバイタルは安定していた．熱源精査目的の頚部ー骨盤CTでは緊満した膀胱と両側腎周
囲腔の混濁を認め尿路感染を疑った．尿意はあるが排尿が不十分で導尿を行なった．【経過】
入院にて尿路感染に対して抗菌薬（CTRX）投与を行ったが解熱が得られなかった．発熱の
原因として膠原病や尿路系悪性腫瘍を鑑別に，精査を進めたがいずれも陰性であった．入
院5日目の午後より急激に意識レベルが低下し，呼びかけに応答せず指示が入らなくなっ
た．診察では項部硬直を認め，頭部MRI撮像にてT2WIで両側側頭葉内側面・右頭皮質が
高信号を呈し，辺縁系脳炎が疑われた．診断目的で腰椎穿刺を行い，髄液は単核球優位の
細胞数増多（120/μL），糖の低下はなく無菌性髄膜炎の所見であった．脳炎・髄膜炎の治
療目的でA病院神経内科へ紹介転院となった．髄液検査からHSV-DNA PCR陽性でありヘ
ルペス脳炎と診断した．【まとめ】まれではあるが無菌性髄膜炎に尿閉が合併することがあ
り，髄膜炎尿閉症候群（MRS）として知られている．急性尿閉では，無菌性髄膜炎も鑑別に
あげるべきである．
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P1-98-2
知的障害特別支援学校における学校歯科健康診断の実態調査~医療圏別う
蝕罹患状況~
島田∙真菜美（しまだ∙まなみ）、中村∙美紗季（なかむら∙みさき）、北川∙智康（きたがわ∙ともやす）、中村∙知美（なかむら∙ともみ）、
渡辺∙茜（わたなべ∙あかね）、小林∙久乃（こばやし∙ひさの）、丸川∙浩平（まるかわ∙こうへい）、能崎∙晋一（のざき∙しんいち）

NHO 金沢医療センター歯科口腔外科

【目的】2011年施行の｢歯科口腔保健の推進に関する法律｣は、障害者が定期的に歯科検診
を受けられるよう国や自治体に必要な施策を講じることを求めている。これを受けて厚労
省は障害（児）者入所施設利用者の年1回以上の歯科検診実施率90％を目標としているが、
未だ達成されていない。また障害者歯科治療を取り巻く環境には不明な点が多いため、特
別支援学校における状況を調査することは意義深いものと考えられる。今回、石川県内特
別支援学校の歯科健康診断結果を調査し、知的障害児童・生徒の口腔状況を明らかにする
ことを目的とした。患者データは匿名化情報を用いることで倫理的に配慮した。なお本研
究は独立行政法人国立病院機構金沢医療センター倫理審査委員会の承認を得て行なった。

（承認番号第R04-012）【方法】石川県内の特別支援学校8校（分校を含む）に協力依頼とと
もにアンケートを送付し管理者もしくは学校歯科健康診断担当者に回答を求めた。【結果】7
校から回答を得た。全児童生徒の受診率は96.8％で、各世代の受診率は小学部97.9％、中
学部94.6％、高等部97.2％であった。県が公表している各世代別の被患率（う蝕の処置完
了歯と未処置歯のある者の割合）と比較し、今回の被患率は数％低かった。未処置歯のある
者の割合（以下未処置率）は小学部を除き、県の公表未処置率よりも数％高かった。医療圏
別の未処置率は、常勤障害者歯科認定医が存在する県内唯一の医療圏（専門医療圏）から遠
方にある医療圏ほど高値であった。【考察および結論】専門医療圏から最も遠方にある医療
圏においては、歯科保健指導の充実と共に、障害者歯科分野の専門性の高い歯科医療者が
在籍する医療機関設置が求められる。

P1-98-1
演題取り下げ

P1-97-6
甲殻類が原因と考えられた職業性喘息の1例
谷本∙安（たにもと∙やすし）1、黒岡∙昌代（くろおか∙まさよ）2、板野∙純子（いたの∙じゅんこ）1、石賀∙充典（いしが∙みつのり）1、
藤井∙誠（ふじい∙まこと）1、河田∙典子（かわた∙のりこ）1、木村∙五郎（きむら∙ごろう）1、宗田∙良（そうだ∙りょう）1

1NHO 南岡山医療センター呼吸器・アレルギー内科、2NHO 南岡山医療センター看護部

60歳代の男性。就業に関連した咳の精査で当院に紹介された。小児喘息やアトピー性皮膚
炎、アレルギー性鼻炎、食物アレルギーの診断・治療歴はなかったが、40歳頃に現在の食
品加工会社に就職し、オキアミを含む加工食品の製造ラインに従事したところ、半年後か
ら仕事中に鼻汁や流涙、咳が出るようになり、息苦しくなることもあった。1年後にエビを
食べた際に、初めて咽頭痛と呼吸困難が出現した。その後、オキアミを含まない加工食品
の製造ラインに変わると症状は出なくなった。15年前に海苔を加工する部署の手伝いをし
た際に同様の症状が出現したことがあり、今回、海苔を加工する業務の可否について意見
を求められた。末梢血好酸球数 90 /μL、総IgE 1253 IU/mL、エビ、カニのほか、ダニ、
ハウスダスト、ゴキブリ、ガ、スギ、カモガヤ等、多数の抗原特異的IgE抗体が陽性。無症
状時の呼吸機能検査では、FEV1/FVC 74.77%、%MMF 53.3%で末梢気道狭窄が疑われ
る所見を認め、FeNO値は18 ppbであった。また、職場で扱っているオキアミと（えび・
かにと同一の生息地域で採取されている）海苔のプリック・プリックテストはともに陽性で
あり、オキアミや海苔の食品加工に起因する職業性喘息と診断した。職業性喘息の中では、
パン製造業者にみられる小麦粉喘息や牡蠣のむき身業者にみられるホヤ喘息などがよく知
られているが、甲殻類が原因と考えられる職業性喘息は稀であり報告する。

P1-97-5
肛門からの虫体排泄を契機として無鉤条虫症と診断できた一例
武藤∙潤（むとう∙じゅん）、叶∙晶嘉（かのう∙あきよし）、権藤∙佳澄（ごんどう∙かすみ）、大山∙格（おおやま∙ただし）、
朝長∙道人（ともなが∙みちと）、行元∙崇浩（ゆきもと∙たかひろ）、田中∙雄一郎（たなか∙ゆういちろう）、日野∙直之（ひの∙なおゆき）、
有尾∙啓介（ありお∙けいすけ）、綱田∙誠司（つなだ∙せいじ）

NHO 嬉野医療センター教育研修部

【症例】21歳女性．【現病歴】X ー 1年6月から十ヶ月間タイに在住していた．X年4月に帰
国後より腹痛，軟便，下痢が出現し，7月上旬に排便時に8cm程のうどんの麺状の線虫を
数匹認めたため，精査加療目的に近医より当科紹介受診となった．【既往歴】なし．【生活
歴】大学生．【旅行歴】ベトナム，アメリカ，オーストラリア，タイ【喫食歴】タイ在住中に
生の牛肉摂取歴あり．【バイタルサイン】BT36．4℃，その他特記事項なし【身体所見】腹
部：平坦、軟、圧痛なし、その他有意な所見無し．【血液検査】WBC4670 ／μL（Neut44．
9％，lym33．0％，Eo16．1％），RBC436万／μL，Hb12．2g ／ dL，Plt25．3万／μ
L，CRP＜0．02mg ／ dL．肝機能・腎機能異常無し．【経過】当院外来受診時，腹痛下痢
は改善傾向であった．持参して頂いた虫体と思われる排泄物の一部を専門機関に提出した
所，無鉤条虫又はアジア条虫が疑われたため，入院にて駆虫を行う方針とした．ビルトリ
シド及び下剤の内服を開始した．3．6m程度の虫体の排泄はあるも頭節は確認出来ず，排
泄した虫体を専門機関に提出し自宅退院とした．診断は無鉤条虫であったが、頭節が確認
出来なかったため、外来での慎重な経過観察とした．その後症状再燃なく経過している.【考
察】無鉤条虫症は成熟した無鉤条虫による腸管感染症であり，加熱不十分な牛肉を摂取する
ことで感染する．近年、寄生虫症の診断治療を経験する機会は少なく、貴重な症例と考え
られたため文献的考察を加えて報告する．
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P1-98-6
国立病院機構に従事する歯科衛生士の勤務実態に関する調査
江戸∙美奈子（えど∙みなこ）1、根岸∙明秀（ねぎし∙あきひで）2、吉川∙博政（よしかわ∙ひろまさ）3、藤原∙千尋（ふじわら∙ちひろ）3、
遠藤∙紗枝（えんどう∙さえ）1、圖司∙陽子（ずし∙ようこ）1、宮本∙亜有美（みやもと∙あゆみ）1、森∙麻葉（もり∙まよ）1、
鎌口∙真由美（かまぐち∙まゆみ）1、秦∙浩信（はた∙ひろのぶ）1

1NHO 北海道がんセンター歯科口腔外科、2NHO 横浜医療センター歯科口腔外科、 
3NHO 九州医療センター歯科口腔外科、4NHO 福山医療センター統括診療部

【目的】国立病院機構（以下NHO）が目標として掲げる「質の高い医療の提供」において、口
腔管理の重要性が認識されてきている。しかし全国140の機構病院において専門的な口腔
管理を担う歯科衛生士（以下DH）が在籍する病院は74施設と約半数しかない。今回我々は、
NHOに従事するDHの勤務実態と問題点を明らかにすることを目的に質問紙調査を行った
ので、その概要を報告する。【対象および方法】2023年6月から8月までの期間に、DHが
所属する74施設の職場長とすべてのDHを対象に質問紙調査を実施した。各職場長に対し
て自記式調査票を、DHに対してGoogleフォームによる無記名自記式調査票のQRコード
およびURLをNHOの電子メールより送信し、調査の回収をもって同意を得た。DHの年齢、
業務内容、常勤数、雇用の待遇状況等22項目を調査した。【結果および考察】74施設中45
施設（60.8％）の職場長より回答を得た。DHは90名（常勤45.6% 非常勤54.4％）より回答
を得た。DHの年齢は40代が40％と最も多かった。業務内容として、セルフケアが困難な
患者の口腔管理（82％）、薬剤性顎骨壊死のある患者の口腔管理（73％）に多く携わっており、
より専門性の高い知識や手技を必要とする口腔管理を担っていることが示唆された。常勤
数1名以下の施設は73％（1名42％、不在31％）であった。また81.8％のDHが給与の賃
上げについて改善を求めていた。一般医療の他、がん医療、セーフティネット系医療など様々
な診療機能を有するNHOにおいて、多様な口腔管理のニーズに対応できるDHの常勤雇用
促進と待遇の改善が今後の課題である。

P1-98-5
陳旧性顎関節脱臼に対して観血的整復術及び脱臼防止術を施行した一例
百瀬∙久尚（ももせ∙ひさなお）、鹿野∙学（かの∙まなぶ）、白尾∙浩太郎（しらお∙こうたろう）、金山∙宏幸（かなやま∙ひろゆき）、
矢谷∙実英（やたに∙のりひで）、北村∙有理子（きたむら∙ゆりこ）、有家∙巧（ありか∙たくみ）、吉本∙仁（よしもと∙ひとし）

NHO 大阪医療センター口腔外科

【緒言】陳旧性顎関節脱臼の治療には非観血的整復術と観血的整復術があるがその適応には
明確な基準は無い。しかし認知症等により患者からの協力が得られない場合には観血的整
復術を行わざるを得ないと考える。また整復後の再脱臼を防止する方法も準備しておく必
要がある。今回、我々は陳旧性顎関節脱臼症例に対して観血的整復術を行い、再脱臼防止
のため顎関節隆起前方プレート埋入術を施行した一例を経験したためここに報告する。【患
者背景】患者は87歳女性。当科初診の2 ヶ月前に訪問診療の歯科医師により両側顎関節の
脱臼を指摘された。指摘後は訪問歯科医師により何度か整復が試みられたが困難であった
ため当科へ紹介となった。認知症の既往があり意思疎通は困難な状態であった。治療【方針】
観血的整復術と再脱臼を防止するため両側顎関節隆起前方プレート埋入術を計画した。【術
中所見】両側顎関節を解放し顎関節腔を観察したところ腔内には軟組織が充満していた。関
節腔内の軟組織を削除し下顎頭を下顎窩内へ整復した。ついでT字プレートを用いて両側に
顎関節隆起前方プレート埋入術を施行した。【経過】術後3 ヶ月のCTではプレートの破折や
スクリューの緩み、脱落は見られなかった。両側下顎頭の吸収、平坦化が観察された。術
後1年のCTでもプレートの破折、スクリューの緩みや脱落は見られなかった。両側下顎頭
の変形は進行することなく経過している。【結語】陳旧性顎関節脱臼に対して観血的整復術
及び顎関節隆起前方プレート埋入術による再脱臼防止を行った一例を報告した。

P1-98-4
下咽頭に脱落した歯ブラシの緊急摘出手術で気道管理に苦慮した一例
伊藤∙壮平（いとう∙そうへい）、不聞∙一貴（ふもん∙かずき）、後藤∙瞭太（ごとう∙りょうた）、仁木∙有理子（にき∙ゆりこ）

NHO 相模原病院麻酔科

高齢者の異物誤飲での緊急手術では、食餌性以外の原因として義歯やPTPシートなどが多
い。破損した歯ブラシが下咽頭に脱落し、緊急手術となった患者の気道管理を経験したの
で報告する。症例は80代男性、高度の認知機能低下のため施設入所中で、食後に見守りの
もと歯みがきをしていたが歯ブラシを口腔内に挿入したまま閉口してしまった。そのまま
開口せずにしばらく強くかんだために歯ブラシが破折した。破折し歯ブラシが下咽頭まで
脱落し、摘除できなくなったために当院へ救急搬送された。経鼻的内視鏡で元の半分程度
になった歯ブラシが下咽頭に脱落しているのが確認できた。声門の直上であり、呼吸状態
は保たれていたが呼吸状態悪化のリスクは高く、全身麻酔下での緊急摘出術が予定された。
気道管理困難が予想され、また患者本人も高度認知機能低下のため意識下で行うことは危
険を伴うと考えた。麻酔科医、耳鼻科医、看護師と十分に協議をし、鎮静後、換気困難等
に陥った場合には直ちに外科的気道確保ができるように準備をして臨むこととなった。幸
いにもマスク換気は容易で鎮静後に直視下で歯ブラシを摘出することができた。今回の歯
ブラシのように大きさもあり、また細いために声門に陥頓して換気不能に陥る可能性のあ
る異物摘出は気道管理に難渋する可能性が高い。意思疎通も困難であるため局所麻酔下で
行うことも危険を伴うと考え、気管切開と比較して短時間で施行可能な輪状甲状膜切開を
直ちに行える体制を整えたうえで全身麻酔導入を行った。比較的時間的余裕のない緊急手
術ではあったが、術前の多職種による的確なブリーフィングが良好な転帰を生んだと考え
られる。

P1-98-3
当科での静脈内鎮静法実施症例におけるCOVID-19禍の影響
丸川∙浩平（まるかわ∙こうへい）、渡辺∙茜（わたなべ∙あかね）、小林∙久乃（こばやし∙ひさの）、丹保∙彩子（たんぼ∙あやこ）、
中村∙美紗季（なかむら∙みさき）、島田∙真菜美（しまだ∙まなみ）、北川∙智康（きたがわ∙ともやす）、中村∙知美（なかむら∙ともみ）、
能崎∙晋一（のざき∙しんいち）

NHO 金沢医療センター歯科口腔外科

【緒言】静脈内鎮静法（IVS）は患者の不安軽減のため口腔外科はじめ歯科診療において広く
用いられており、当科でも過去10年間に1000例以上実施してきた。いっぽうCOVID-19
感染症は本邦で2020年3月頃より感染拡大しはじめ、4月16日には緊急事態宣言が発令
された。この頃より不要不急の手術は延期すべきとの風評が立ち，当院でも院内クラスター
の発生等により一定期間外来診療や手術の停止などを余儀なくされた。2023年5月に「5
類相当」へ移行したが、今なお影響が払拭されたとは言い難い。今回われわれは当科での
IVS症例におけるCOVID-19禍の影響を検討した。【対象および方法】緊急事態宣言が発令
された2020年4月をturning pointとし、その前後2年間ずつ、すなわち2018年4月よ
り2022年3月までの4年間の当科における全入院症例および、全IVS症例（すべて入院下
に実施）を対象とした。2018年4月～ 2020年3月を前期、2020年4月～ 2022年3月
を後期とし、それぞれの症例数を検討した。【結果】入院は全723症例（前期395症例、後
期328症例）であり、後期は前期比16.96%減であった。turning pointの前後1年間ずつ
に絞ると前197症例、後148症例（24.87%減）であった。いっぽうIVSは全469症例（前
期239症例、後期230症例）であり後期は前期比3.77%減であった。同様に前後1年間で
は前121症例、後104症例（14.05%減）であった。【考察】入院症例数と比較し、IVS症例
数は後期での減少幅が少なく、turning pointの前後1年間に絞ってもその傾向は明らかで、
COVID-19禍の影響は限定的であった。IVS下治療に伴う入院は日帰りもしくは1泊とごく
短く、COVID-19禍のもとであっても患者が抵抗なく受け入れられたと推察された。
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P1-99-4
医療観察法病棟における入院処遇中の対象者の終末期ケアに関わった受け
持ち看護師が抱えたモヤモヤ感
江口∙三貴（えぐち∙みき）

NHO 東尾張病院精神科

【背景と動機】医療観察法に基づく入院となったA氏は、アルコール性肝硬変による腹水貯
留が急激に進行し、様々な関係機関と環境調整を行うが、急激な状態悪化により病棟で永
眠した。その際に受け持ち看護師としてモヤモヤした感情が残った。何故、モヤモヤ感が残っ
たのか明らかにしたい。【目的】医療観察法病棟において、終末期の対象者を看取る受け持
ち看護師に生じたモヤモヤ感を明らかにする。【方法】看護師の気持ちの記載をコード化し
意味内容が類似するものをKJ法て分析しカテゴリー化した。【結果】『身体的疾患が判明し
た時期』には、《看護師の経験や知識不足からくる後悔》を抱き、環境に対しては《身体疾患
へのケアの不明瞭さからくるジレンマ》があった。家族には《姉との関係の希薄さへの戸惑
い》があった。『転院を模索していた時期』には、《DNRが頭をよぎる戸惑い》と《対象者との
意思疎通の困難さ》を感じた。また、《医療観察法病棟における地域調整の歯がゆさ》を感じ
ていた。家族には、《姉の負担への共感》を感じた。『終末期ケアを受けれた時期』では、対
象者に対して《死に直面する覚悟》があり、環境面では《もっと出来たのではないかとの後悔》
を抱いていた。そして、対象者の姉に会いたい希望が叶えられなかった《姉への介入が葛藤》
が最後まで残っていた。【考察】対象者に対して、何かもっと出来たのではないかとの後悔
や症状に翻弄され理解しきれなかった事がモヤモヤに繋がったと考える。環境に関しては、
思うような連携が進まない葛藤から生じていた。対象者の姉に会いたい気持ちと迷惑をか
けられた姉の対象者を避ける気持ちの7狭間でもモヤモヤが生じていたと考える。

P1-99-3
医療観察法病棟における対象者向け家族プログラムの実践
砥上∙恭子（とがみ∙きょうこ）、熊丸∙ひと美（くままる∙ひとみ）

NHO 肥前精神医療センター心理室

岡田・河野（2017）の医療観察法通院対象者に関する調査では，被害者の割合は家族・親戚
が47.4%と最も多い。さらに，通院処遇で地域生活をおくる際，家族に対する他害行為を
おこなった対象者の約1/3が直接の被害を受けた家族と同居している。また，地域生活に
おいて，公的支援で細やかな援助を構成することには限界があり，家族や近親者・友人な
どのインフォーマルな支援も重要で、対象者の安定や安心を得ることにも繋がる。壁屋ら

（2014）によると，通院移行後の問題行動の予測との関連が示され、問題行動を予防するた
めにも個人的支援は重要である。これらのことから，対象行為によって変化した家族関係
を再構築していくことは治療上必要性が高いといえる。その方法として，対象者の疾病理
解や病状に適した対応方法について学び，より良い関係性を目指すために『家族会』が行わ
れている医療機関も少なくない。当院においても，家族会・面会等を活用して家族へのア
プローチを行っているが，対象者自身が家族への関わり方を変化させることが再構築には
不可欠である。
今回，自身の子どもに他害行為を行った女性対象者のみでグループを組み，「家族プログラ
ム」を実施した。家族との心理的距離や関わりの特徴を整理し，対象行為による影響につい
て考え，再構築のためにどのようなアプローチが必要なのかじっくり向き合う時間となり、
内省が深化し面会での発言や子どもとの関わり方に大きな変化がみられた。当日は，事例
を交えながらプログラムによる対象者の変化について報告を行う。

P1-99-2
通院複雑事例の特徴に関する全国調査－医療観察法再入院事例を中心に－
前上里∙泰史（まえうえさと∙やすふみ）1、大鶴∙卓（おおつる∙たく）2、久保∙彩子（くぼ∙さいこ）1、諸見∙秀太（もろみ∙しゅうた）1、
壁屋∙康洋（かべや∙やすひろ）3、高尾∙碧（たかお∙ひろし）4

1NHO 琉球病院リハビリテーション科、2琉球こころのクリニック心療内科、3NHO 榊原病院精神科、 
4島根県立こころの医療センター精神科

＜背景・目的＞医療観察法による再入院事例は、平成29年から令和3年までの直近5年間
に平均6.8名で推移している。令和4年度厚生労働科学研究大鶴分担班研究において、病気
の再発・再他害行為のリスクの低減が地域処遇において困難と思われる事例を57例収集し、
うち再入院となった事例が9例確認された。本研究では、医療観察法通院処遇において、医
療観察法による再入院となった事例の特徴を明らかにすることを目的とする。＜方法＞「令
和4年度直接通院の実態および通院複雑事例の特徴に関する全国調査」を二次利用し、通院
複雑事例57例のうち、再入院事例の転帰等調査する。なお、本研究は琉球病院臨床研究倫
理審査委員会の承認を得て実施した。＜結果＞9例中5例は、通院処遇期間延長、措置入院、
6 ヵ月以上の医療保護入院、物質使用の問題行動等のエピソード後、再入院となる転帰で
あった。他方4例は、このようなエピソードはなく再入院となる転帰であった。また共通評
価項目の評点を比較した結果、精神病性症状、内省洞察、アドヒアランス、衝動コントロー
ル、治療・ケアの計画性の評点が特に上がっている一方、非精神病性症状およびストレスは、
通院開始時から高いことがわかった。＜考察＞再入院となる事例は2パターンあり、1つは
処遇開始時から病状等回復が限定的なまま地域処遇につながり、通院期間延長、6か月以上
医療保護入院、措置入院等医療的介入を中長期的に行うケース、他方は通院開始時は安定
しているが、悪化していることを周囲が気づくことが難しく、気づいたときにはかなり悪
化し、医療観察法による再入院となるケースと考えられた。

P1-99-1
医療観察法病棟におけるケアコーディネーターの役割認識についてのの実
態調査
畠山∙督道（はたけやま∙よしみち）1、近藤∙紀子（こんどう∙のりこ）1、松井∙豊巳（まつい∙とよみ）2

1NHO 北陸病院看護部、2NHO 金沢医療センター精神科

【目的】医療観察法病棟におけるケアコーディネーターの役割や困難に感じていることを調
査し，治療に影響する障壁を明らかにする。【方法】1.研究デザイン: 実態調査2.対象及び
期間1）研究対象：A病棟で調査協力が得られたケアコーディネーターを担う看護師37名　
2）研究期間： 2023年10月～ 2023年11月3.調査方法A病棟で調査協力が得られたケア
コーディネーターを担う看護師37名を対象に質問紙調査を実施した。質問紙は，ケアコー
ディネーターの役割認識や困難に感じていることについて記述回答及び単純集計し，KJ法
を用いてカテゴリー分類を行った。【結果】回収数は26名（回収率70％），有効回答者は26
名であった。質問項目のケアコーディネーターの役割認識に関する17項目では，5段階評
価の「そう思う」「まあそう思う」に76.7％の回答であった。次に，ケアコーディネーター
が困難に感じていることについては，「コミュニケーション能力」「アセスメント能力」「知識・
経験不足」がカテゴリー分類された。【結論】A病棟のケアコーディネーターは，役割認識を
理解しているが，医療チームとの情報共有や多職種間のアセスメント能力の相違及び知識・
経験不足による不安感などから治療ケアに影響することが明らかとなった。
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P1-100-2
国立病院機構の薬剤師が被災地支援をするために
及川∙瞬（おいかわ∙しゅん）、小村∙誠（こむら∙まこと）、近野∙健一（こんの∙けんいち）

NHO 高崎総合医療センター薬剤部

DMATをはじめ、災害時に医療支援を行うチームが存在し、国立病院機構（NHO）も医療
班を組織し、災害時には医療支援を行なっている。能登半島地震では多くの医療班が災害
支援を行ない、薬剤師も医療班の一員として活動を行った。災害拠点病院以外の病院も医
療支援をしているが、災害医療に精通している職員が少ない場合、現地での活動だけでな
く事前準備にも各病院で大変な苦労があったことが聞かれた。また、災害医療に関係した
研修等を受講していない薬剤師が現地に派遣されることもあり、不慣れな中で活動に尽力
された薬剤師も散見された。それら能登半島地震での経験を活かして、今後早期に取り組
むべきこととして、医薬品リストの作成と本部運営用物品リストの作成の2つを提案する。
医薬品リストを作成しておくことで、災害時に持参する薬剤の共通認識ができ、医薬品を
選定する時間も省略することが可能となる。医薬品リストでは、巡回診療で使用すること
を想定した薬剤だけでなく、消毒薬や血糖測定器などの医薬品関連の物品も選定しておく
ことも重要である。薬剤師は、薬剤師としての災害支援と、DMATの業務調整員のような
業務を兼任することがある。集まったNHO医療班の指揮と統制には本部運営を行う必要が
あるため、本部運営を行うためのパソコンやライティングシートなどの物品についてのリ
ストを作成しておくことも重要である。今後は全国NHOの災害に従事する薬剤師のネット
ワーク構築を行い、顔の見える関係を広げるとともに、平時から研修会を開催するなど災
害対策を行なっておくことも重要であると考える。

P1-100-1
当院NHO医療班活動時の能登半島地震被災者へのお薬手帳の所持及び服
薬状況調査
阿部∙憲介（あべ∙けんすけ）1、高橋∙秀治（たかはし∙しゅうじ）2、小岩∙巧（こいわ∙たくみ）3、芳賀∙啓太（はが∙けいた）4、
工藤∙慎也（くどう∙しんや）5、菅原∙彩（すがわら∙さやか）1、鶴巻∙実来（つるまき∙みく）1、佐々木∙諒太（ささき∙りょうた）1、
一戸∙集平（いちのへ∙しゅうへい）1、小野∙幸一（おの∙こういち）6、肥田∙親彦（こえだ∙ちかひこ）7

1NHO 盛岡医療センター薬剤科、2NHO 盛岡医療センター看護部、3栗原市立栗原中央病院看護部、 
4NHO 盛岡医療センター事務部、5NHO 山形病院薬剤科、6NHO 宮城病院薬剤部、 
7NHO 盛岡医療センター循環器内科

【緒言】令和6年1月に生じた能登半島地震の被災地の1つである石川県輪島市には市内各地
に避難所が設置されたが、長期にわたる避難生活による医療ニーズが想定されたため、災
害派遣医療チーム、国立病院機構（NHO）及び日本赤十字病院医療班等による医療支援が実
施された。東日本大震災等の災害で、お薬手帳が医療情報を集積・共有する媒体として有
用であったことから、令和6年能登半島地震におけるお薬手帳の所持について確認し、併せ
て被災者の服薬状況について調査した。【方法】医療班活動の一環として、輪島市内の避難
所に避難している令和6年能登半島地震被災者を対象に、お薬手帳及び服薬状況についての
インタビュー調査を実施した。調査項目は、属性、お薬手帳の有無及び活用状況、被災後
の薬物治療の継続状況とし、単純集計を行った。【結果】避難所において27名に問診し、本
調査への同意を得られた22名（回答率81.5%）を調査対象とした。年齢中央値は76歳で、
女性が68%だった。｢お薬手帳の所持あり｣は55%で、全て紙版だった。18%の｢薬が無
く服薬維持できなかった｣被災者が被災時に所持していた薬剤は7-15日分であり、服薬中
断期間は数日程度だった。日々の服薬を維持するにあたり、避難所での服薬困難感を感じ
た被災者はいなかった。【考察】定期的に処方薬を服用していた被災者は、全て被災前に紙
版お薬手帳を使用していたが、一部被災に伴いお薬手帳を消失していた。かかりつけ医で
は診療録等の消失がなかったため、お薬手帳を消失した被災者も定期薬の処方が滞りなく
行われていたが、現在推進されている医療DXにより、電子版お薬手帳の普及も災害時には
有用な場合があると考える。

P1-99-6
精神科病棟での終末期看護の意味 ～慣れ親しんだ病棟での統合失調症を患
う長期入院患者を看取って～
木南∙里菜（きなみ∙りな）

NHO 榊原病院精神科

【はじめに】精神科病院では身体的治療を行うことに限界があり、一般科病院へ転院する事
例が多く、当院においても長期入院の精神疾患患者の終末期を看取るという事例は少ない。
本事例を通して、精神科病院で終末期看護を行った経過において、慣れ親しんだ病棟で看
取りを行う意味を追求した。【結果】終末期看護を行う際に主治医と看護師間で『看取りの場
所、最期を過ごす場所はどこがふさわしいのか』とカンファレンスを行い、その中で患者の
希望や願いを尊重した『母に会いたい思い』、『疼痛の緩和』について重点的に関わった。そ
の結果、最期まで人のぬくもりを感じながら生活することができた。【考察】患者の希望や
願いに対して、患者・家族の双方の思いを汲み取ることができ、より一層「その人らしい時
間」を実現することができたと考える。長期にわたり慣れ親しんだ場所、患者のケアをして
きた看護師のもとで、終末期看護を行ったからこそ、患者の残りの人生を安らかで豊かな
ものに導くことができたと考える。【まとめ】精神科病院で長期入院となった患者と、それ
まで、築いてきた看護師との信頼関係を活かし、精神科病院でも、その人らしい最期を迎
えることのできる看護に繋がった。今回の事例から、精神科看護師の特性である『患者の思
いを引き出す』、『患者の楽しみを優先する』を尊重することで、終末期の看取りを行うこと
ができ、今後の精神科病院における看護の視野が広がった。

P1-99-5
精神科における精神疾患患者への終末期看護に対する看護師の思い
黒瀬∙百香（くろせ∙ももか）、岩本∙麻美（いわもと∙まみ）、馬場∙千博（ばば∙まさひろ）、田中∙佑樹（たなか∙ゆうき）

NHO やまと精神医療センター精神科

【目的】精神科単科病院で終末期看護としてできることが限られている中で、患者の意思決
定を尊重した関わりや緩和ケアの困難感、ジレンマ等看護師が感じた思いを明らかにする。

【方法】精神科単科病院で過去に終末期看護のプロセスを経験したことがある看護師140名
にアンケート調査を実施。無記名自記式質問用紙を用いた自由記載を含める全7項目のアン
ケート調査の単純集計を行った。【倫理的配慮】院内の倫理審査委員会の承諾を得た。（承認
番号：R05-07）【結果】回収数は98部（回収率：70％）であった。アンケート調査にて「そ
う思う」の回答が最多であった項目は、医療環境・設備に対する思い：「疼痛コントロール
や緩和ケア等専門的なケアができない」、医療者の終末期看護への準備不足：「医師や看護
師のホスピスや疼痛コントロール等終末期看護に関する知識が十分でない」、社会のサポー
ト不足による精神科病院の孤立：「転院先がない」「家族がいない、家族と疎遠等、家族の
協力が得られない」、患者本人の意思決定に対する思い：「病識がないことや症状により患
者が意思表出できないため把握が困難である」であった。【考察・結論】精神科における精神
疾患患者への終末期看護に対する看護師の思いについて、環境面や終末期看護に関する知
識・技術不足、意思決定支援等多くの困難感や葛藤を抱いていることが明らかとなった。
精神科病院では医療設備や環境により、終末期看護としてできる看護に限りはあるが、そ
の中でもハード面に目を向けるのではなく、精神科でしかできない患者に寄り添う看護が
終末期看護において有効な看護であることがわかった。



485

P1-100-6
感染症病棟における非日本語話者の病院避難に関する問題点と改善策
別府∙萌恵（べっぷ∙もえ）、林∙七美（はやし∙ななみ）、梅原∙健（うめはら∙けん）、西川∙恵子（にしかわ∙けいこ）

NHO 三重中央医療センター呼吸器感染症病棟

【はじめに】三重中央医療センターは感染症病床を有しており、諸外国から来日した非日本
語話者で活動性結核と診断された者を年間10名程度、受け入れている。当院は災害拠点
病院でもあり、南海トラフ地震などの自然災害に備え、感染症病棟では感染症対策と災害
対応の両立が求められる中、非日本語話者の患者が適切に避難できるかは重大な課題であ
る。本発表では、非日本語話者が災害時に直面する問題点を対象者から聴取して特定し、
これを解決するための効果的なコミュニケーション手段やサポート体制を提案する。【問題
点】第一に多様な言語に対応した災害マニュアルや説明用紙が存在しない点である。第二に
生まれた国によっては地震を経験したことがない者がおり、災害対策に関する知識水準が
異なっていた点である。そのため、発災時に自身の身を守る行動の取り方がわからないと
いった声が聞かれた。【改善策】1 避難用指示カードの作製　想定される災害の場面に応じ
て、多言語で記載されたイラストやピクトグラムを用いた簡単なカードを作成した。2 患
者情報のカードの作製　病院避難の場合、名前、言語、アレルギーなどを記載したネーム
カードを首から下げるようにした。これら二つのサポート案を入院している非日本語話者
患者と一緒に作製した。【結語】今後、技能実習生などの外国人労働者は増加の一途を辿る
ことが予想される。そのため、病院全体の災害訓練以外に感染症病棟だけの訓練を行うなど、
常に多様な言語と文化に対応できるスキルの向上が必要であると考える。

P1-100-5
栄養管理に関する災害対策マニュアルの妥当性
八長∙千尋（はっちょう∙ちひろ）1、三石∙知依（みついし∙ともい）1、越田∙雅代（こしだ∙まさよ）1、嶋田∙康久（しまだ∙やすひさ）2、
安井∙正英（やすい∙まさひで）3

1NHO 七尾病院栄養管理室、2NHO 石川病院栄養管理室、3NHO 七尾病院呼吸器内科

【目的】当院は令和6年能登半島地震により被災し、様々な災害対応を行ったが、事前の災
害マニュアルの妥当性を検証した。

【方法】当院の災害マニュアルにおいて栄養管理に関する項目別に震災時の必要量と比較し
た。

【結果】
1）飲料水　患者200名3日分で1140L想定：発災翌日より断水と受水槽破損による水不足
発生。調理に一日約180L必要となり、発災24日目の通常調理再開までにペットボトルの
水を約4000L使用。非常食の間も調理器具洗浄に一日約30L使用した。
2）非常食　一般45人、形態調整50人、経管栄養100人　3日分想定：発災時の食数は一
般35人、形態帯調整50人、経管栄養92人。発災翌日夕食から4日目まで非常食。以降は
機器故障で一部非常食使用し、通常調理再開までに合計4日分を消費。支援もあり一日3食
の提供は継続した。長期化を考慮し6日分追加した。
3）使い捨て食器　一日2300個で3日分想定：断水にて発災翌日から17日目まで約4万個
使用。長期化を考慮し10日分追加した。
4）配膳下膳　マニュアル記載無し：発災後、エレベータ停止したため、配膳下膳方法を変更。
温冷配膳車で階段下まで運搬し、病棟まではリハビリや医師など多職種8人ほど、各階15
分で運搬。下膳は病棟で行い、使い捨て食器を回収した。発災3日目に無人運用でエレベー
タの使用を再開した。

【考察】マニュアルにおいて項目1 ～ 3は必要量が不足していた。項目4は項目の追加が必
要だと判明した。一般的に3日分の備蓄が推奨されるが、当院では地域的な不便や保管場所
を考慮し、今回の使用量を参考にした妥当な備蓄数の設定が必要だと考察する。

【結論】災害対策マニュアルは施設の立地や傾向に合わせ、より具体的な想定が必要である。

P1-100-4
当院におけるBCP（第2版）の活用に向けた取り組み
山本∙哲裕（やまもと∙てつひろ）、中村∙佳永子（なかむら∙かえこ）、荻野∙恭正（おぎの∙ゆきまさ）、井上∙陽子（いのうえ∙ようこ）、
山田∙隆史（やまだ∙たかし）、平田∙和好（ひらた∙かずよし）、田中∙聡（たなか∙さとし）

NHO 東尾張病院地域医療科

【概要と目的】昨年本学会において「当院におけるBCP（事業継続計画）の見直しに向けた取
り組み」の中で大規模地震医療活動訓練の参加経験を活かして第1版の改定を行っていくこ
とを報告した。報告後、前事務部長を中心にBCP第2版が令和6年3月に策定された。し
かし紙面上に行動計画をまとめたのみで、その活用に向けた取り組みがなされていない。
今回はその改定を踏まえ、院内でBCP第2版の活用に向けた研修および訓練について報告
する。

【方法】当院の中でBCPの周知が成されていない事から「職員一人一人がBCPを基準に災害
時の行動を行うという理解を進める」ことを目標として、本年5月にBCP第2版の紹介およ
び机上訓練を内容とした院内研修を行う予定である。また同5月に緊急通報安否確認システ
ムの返信訓練も実施する。

【結果とまとめ】BCP院内研修とそのアンケート結果、安否確認システム返信訓練の実施結
果を発表当日に報告する予定である。その結果を踏まえ、実際にBCP内の災害時行動フロー
やチェックリストを用いた災害訓練に活かしたいと考えている。

P1-100-3
ハイブリットな災害訓練の効果と当院の課題
當田∙晶子（とうだ∙あきこ）、西谷∙悟（にしたに∙さとる）、寺戸∙通久（てらど∙みちひさ）、地田∙浩二（ちだ∙こうじ）、
中元∙大（なかもと∙だい）、渕上∙徳博（ふちがみ∙とくひろ）、田向∙宏和（たむかい∙ひろかず）、岩本∙典子（いわもと∙のりこ）、
三浦∙裕輔（みうら∙ゆうすけ）、中田∙健（なかた∙けん）、平木∙達也（ひらき∙たつや）、章∙勇気（しょう∙ゆうき）、
小林∙志保（こばやし∙しほ）、栗栖∙泰郎（くりす∙やすろう）

NHO 浜田医療センター外来

【目的】災害訓練の効果と当院の課題を明らかにする。【方法】1.地震を想定した3時間の訓
練を行う。2.災害対策本部は実動訓練、トリアージエリアは机上訓練とする。3.既設部門
は被災状況を本部へ報告する。4.職員参集・安否確認システムで全職員へメールを送信する。
5.訓練終了後に独自に作成したアンケートを行う。【結果】67名が参加した。アンケート回
収率は87％であった。訓練時間・手法は80％が適切、96％が意義ある訓練だったと回答し、
役割分担やトリアージ方法を事前に知りたかったという意見があった。災害対策本部では、
情報管理が出来なかったと50％が回答し、役割の理解が必要、情報収集の人員が少ないと
いう意見があった。トリアージエリアは情報整理の時間が必要との意見があった。参集安
否確認メールは608名に送信し299名が開封した。【考察】複数の訓練手法を用い、短時間
で多くのスタッフを巻き込んだ訓練が出来た。一方で、アンケート結果から災害対応に特
化したスキルの事前学習が必要だったことが分かった。災害対策本部では各役割の実務的
な行動の明確化と情報管理の人員確保により本部長を支える体制を作り、本部長が意思決
定に専念できる環境を整える必要があった。トリアージエリアでは、本部が判断できる情
報を提供するための定期的なミーティングによる情報集約が必要であった。コロナ禍にお
いて参集安否確認メールは、密を避け全職員が参加できる訓練であった。【課題】1. 短時間
訓練をより効率的に行うには、事前学習が必要である。2．災害対策本部の課題は、各役割
の実務的な行動内容の明確化と情報管理である。3．トリアージエリアの課題は、定期的な
情報集約である。
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P1-101-4
口蓋がん患者の危機段階を踏まえた疾患受容を支える援助について
米森∙久美子（よねもり∙くみこ）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校看護学科

【はじめに】口蓋がんの告知を受け、上顎部の摘出術を受けたA氏の疾患受容を支える援助
を行った。ションツの危機モデルを用いて、自己の行った援助が有効であったか考察した
ため報告する。【倫理的配慮】知りえた情報は，厳重にその保護に努め，対象者が特定され
ないようにした。【結果と考察】A氏は手術後、自身の身体について様々な面で漠然とした
不安を強く抱き、頻繁に表出していた。当初、A氏に身体侵襲や回復過程などについて情報
を提供して、創部の観察を共に行うことで、不安解消を試みた。ここまでの関りをカンファ
レンスで振り返ったところ、この援助は現実認知段階のA氏にとって、不安の解消や疾患
受容を進めるよりも、ボディイメージの変容に対する衝撃や不安を深めてしまったと気づ
いた。その後は、情報提供は最低限として、回復の事実を伝えていくとともに、A氏の不安
な気持ちを傾聴した。共感的傾聴を続けていくうち、漠然とした不安が具体的な内容に変
化しだした。A氏が「話をきいてもらえると楽になるわ」と発言したことから、自己の置か
れている現実に目を向け、整理することにつながったと考える。また共感的に傾聴するこ
とは「自分一人ではない」と感じ、疾患と向き合うきっかけとなり、疾患受容により気持ち
が安定するという適応の段階に向かう支援となったと考える。【結論】対象の疾患受容を支
えるためには以下の援助が有効である。1対象の危機状態を把握し、その段階に適した関わ
りを行う。2対象が自己の置かれている状況を整理できるよう共感的受容的傾聴を行う。

P1-101-3
がん化学療法により脱毛が生じる患者に対する看護援助の実態と看護師の
認識～勉強会を実施したことによる実態と認識の変化について～
諸留∙彩可（もろどめ∙あやか）、宮田∙美由希（みやた∙みゆき）、吉野∙由子（よしの∙ゆいこ）、松崎∙仁美（まつざき∙ひとみ）、
児玉∙みゆき（こだま∙みゆき）、田中∙郁代（たなか∙いくよ）

NHO 都城医療センター看護部

【研究目的】
がん化学療法により脱毛が生じる患者ケアについて勉強会を行い、取り組み後の実態と認
識の変化を明らかにする。

【研究方法】
2年かけて看護師を対象に量的実態調査研究を実施。一昨年度平均点が低かった（1）脱毛を
最小限に抑える工夫、（2）頭髪の色に近い衣服の推奨の2項目を重点的に同一条件で勉強会
を実施。アンケートを勉強会前後で実施し（5段階リッカート尺度のヘアケア指導に対する
実態と認識に関する8項目）平均値を分析した。

【結果】
対象者30名のうち有効回答数率は83％であった。2年間の結果を比較し平均点が低かった
2項目は勉強会の実施により平均点が上昇した（（1）+0.57、（2）+0.29）。相関係数にある
項目は、脱毛の発生部位・再生時期、衣類の推奨、頭部装飾品の推奨に関して0.1 ～ 5％で
スピアマンの順位相関係数で相関関係があった。平均点が高かったのは、ベッド周囲を清
潔に保つため髪の回収方法の項目であった。

【考察】
「看護実践に必要な知識や技術は、日々刷新されており、看護師は、それらを取り入れた質
の高い看護を実践するために、就業している限り学習会を継続する必要がある」と杉森らは
述べている。平均点の低い項目を選定し、勉強会を実施したことで、がん化学療法を受け
る患者のヘアケアについて意識の向上がみられ、平均点の上昇に繋がったと考える。

【結論】
勉強会実施前後のヘアケア指導に対する実態と認識の変化について、脱毛の発生部位・再
生時期、衣類の推奨、頭部装飾品の推奨に関して相関係数があった。このことは、勉強会
による認識の向上だけでなく、看護実践の質向上に繋がっていると示唆された。

P1-101-2
A病院の外来化学療法室の現状と課題
猪狩∙泰子（いがり∙やすこ）

NHO 函館病院外来

【はじめに】A病院の外来化学療法室は外来看護師が担当している。外来看護師の業務は診
療介助の他に救急外来、入退院支援、内視鏡検査介助、健診、採血や点滴、検査介助と多
岐にわたっており、その中に外来化学療法室の業務も含まれている。外来看護師の1/3が
外来化学療法の業務を担当できる体制であるが、担当者は日ごとに代わり、数か月間に数
回程度しか担当しない場合もある。そのような状況の中、安全・確実に投与管理を行うこ
とを目標とし実施している。セルフケア支援については主に緩和ケアチームが担当し、看
護記録にて情報を共有している。しかし、緩和ケアチームがかかわる患者も限られるため、
外来看護師も携わることができるよう体制の見直し、記録の工夫、がん薬物療法に関する
学習方法について取り組みを行ったので報告する。【取り組み内容】1,副看護師長を外来化
学療法室の担当者とし、毎日のベットコントロールと業務の見直しを行った。2,副作用に
ついて項目をあげ、その日の担当者がもれなく実施できるようにした。3,がん薬物療法に
関する学習についてはICTを活用し、担当者が全員実施した。4,病棟に勤務しているがん
化学療法看護認定看護師の活動日に外来に来てもらい看護師の指導を依頼した。【結果】副
作用の観察はできるようになった。患者のケアや指導については、専門的な知識が必要な
ケアが十分にできていなかった。【今後の展望】今後も限られた人材の中で患者に必要なケ
アができるように体制の見直し、看護師の知識・技術の習得方法を確立していく。

P1-101-1
初回化学療法実施後にIRを発現した患者の特徴～ HP+DTX療法を施行し
た乳癌患者～
中山∙舞（なかやま∙まい）、江田∙侑加（えだ∙ゆうか）、森本∙省吾（もりもと∙しょうご）、高橋∙有里（たかはし∙ゆり）

NHO 水戸医療センター看護部

【背景】乳癌化学療法では分子標的治療薬を用いることが多い。分子標的治療薬を投与した
際に生じる悪寒戦慄や発熱などの副作用をインフュージョンリアクション（以下IRと表記）
と呼ぶ。外科病棟では年間200件の乳癌化学療法を実施しており、初回HP+DTX投与患者
のうち、IRが発生した患者の特徴をカルテよりデータ収集・後ろ向きコホート研究を行い、
発生リスクの高い患者の特徴を明らかにすることで、今後の看護の質の向上へ繋げていき
たいと考えた。【目的】乳癌患者の初回HP+DTX療法の施行においてIRを生じる患者の特徴
を明らかにする。【方法】2018年4月から2023年3月の期間において初回HP+DTX療法
を施行した患者81人中、IRを生じた患者32人の特徴（a臨床所見b生活背景c精神面d治
療）をカルテよりデータ収集し分析する。調査においては病院の倫理審査委員会の承認を得
て行った。【結果】IRが生じた患者の特徴としては、a臨床所見の年齢では60歳代が30%で、
40歳から70歳年代は20%前後であり年代の差はなかった。b生活背景にIRの出現の差は
なかった。c精神面では不安を訴える患者の66%にIRが出現した。不安の内容は「副作用」
が55%、「薬剤」が20%であった。d治療では乳癌の手術歴の有無に関するIR出現の差は
なかった。結果として、IRは不安を訴える患者に出現しやすい特徴があった。【考察】化学
療法を実施する患者の精神面がIRの出現に影響を与える。背景として、予期性悪心・嘔吐
が出現する場合と同様に不安を訴える患者にIRが出現しやすくなると考える。【結語】入院
時より、患者の精神面に寄り添った関わりができるように、多職種間で患者情報を共有し、
個別性に合わせたケアを行っていく必要がある。
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P1-102-1
ヨード造影剤投与を契機としてKounis症候群を発症した一症例
杉尾∙由希子（すぎお∙ゆきこ）1、桑原∙貴美子（くわはら∙きみこ）1、大窪∙典子（おおくぼ∙のりこ）2、
山形∙真一（やまがた∙しんいち）1

1NHO 鹿児島医療センター薬剤部、2NHO 熊本南病院薬剤科

【背景】
Kounis 症候群はアレルギー反応により肥満細胞が放出するメディエーターが急性冠症候群
を来す疾患とされる。近年，一部医薬品の添付文書に重大な副作用として追記されたが稀
な症例である。また，発生機序を考慮するとどの医薬品でも起こり得るが，その報告は限
定的である。今回，ヨード造影剤にアナフィラキシー反応を呈した後にST上昇および冠動
脈ステント内に血栓の形成を認めた症例を経験したので報告する。

【症例】
患者：70歳代，男性主訴：意識消失，SpO2低下，血圧低下，胸痛既往歴：陳旧性心筋梗
塞，狭心症，脂質異常症家族歴：特記事項なし副作用・アレルギー歴：なし現病歴：20XX
年に冠動脈狭窄を認め経皮的冠動脈ステント留置術を施行された。以降，経過確認の冠動
脈造影検査にてヨード造影剤を投与された。20XX＋16年の造影CT終了直後に意識消失
しSpO2および血圧の低下を認めた。【臨床経過】造影剤によるアナフィラキシー反応と判
断され，酸素投与とアドレナリン筋注が行われた。心電図検査施行したが異常なかった。
SpO2・血圧の改善後，約20分頃から顔色不良を認め胸痛の訴えあり，心電図再検にてST
上昇，心エコー検査にて壁運動の低下を認めた。急性冠症候群と判断され，冠動脈造影検
査を施行したところステント留置部に血栓形成を認め赤色血栓を1個吸引した。心機能評価
と経過観察，内服薬調整目的に2週間程度入院加療を行った。

【考察】
Kounis症候群はその発生機序から狭心症や心筋梗塞等の既往がある患者に発症する可能性
が高いと考えられる。ゆえに，本症例の様に冠動脈疾患の既往があるアナフィラキシー症
例においては，特にKounis症候群を念頭に入れた対応が必要と考える。

P1-101-7
がん性疼痛管理における意識の向上を目指して～勉強会前後のアンケート
調査から見えた現状と今後の課題～
岡本∙亜祐美（おかもと∙あゆみ）1、酒谷∙麻梨奈（さかたに∙まりな）2、田中∙翔（たなか∙しょう）1、安形∙直之（あがた∙なおゆき）1、
橋本∙由利子（はしもと∙ゆりこ）1

1NHO 名古屋医療センター看護部西7階病棟、2NHO 医王病院看護部6病棟

【目的】2021年度にB病棟で実施したがん性疼痛に関するアンケートから、薬剤知識の不
足、疼痛評価が課題であることが明らかとなったため、がん性疼痛管理の勉強会を開催した。
勉強会開催により看護師の知識充足やアセスメント力が向上するのか、がん看護・緩和ケ
アに対する興味・関心の変化が生じるかを明らかにすることを目的とした。【方法】量的記
述研究デザイン-アンケート調査研究【実施】勉強会前後でアンケートを実施し、知識の充足
やアセスメント力の向上、がん看護などに対する興味・関心の有無、変化を比較した。【結
果】薬剤知識の平均点は、実施前は1.6点、実施後は1.9点に増加した。『がん看護・緩和ケ
アについての興味』については、実施前は「とてもある」「ややある」と回答した人は48％で
あった。実施後は「ややある」が9％のみで、興味を示す人の割合が減少した。『医療用麻薬
使用における知識の自信』については、「ややある」と回答した人は、実施前は9%、実施後
は5%と減少した。【考察】興味・自信が低下したのは、勉強会の内容と看護実践が結びつか
なかったことが要因として考えられる。また、疼痛評価スケールや副作用の対処について
学習したが、実践する機会が少なかったり、ケアの効果が実感できないことから自信のな
さにつながった可能性がある。患者の疼痛をアセスメントし、カンファレンスなどの機会
を活用し、実践した看護の成功体験を振り返ることが重要である。そして、自分自身の行っ
た看護を振り返ることでアセスメント力の向上や、がん性疼痛管理に対する自信や興味が
高まり、より良い看護ケアへつながると考えられる。

P1-101-6
乳癌検診受診率向上を目指した取り組み
伊藤∙みずえ（いとう∙みずえ）1、小室∙一輝（こむろ∙かずてる）2

1NHO 函館病院看護部、2NHO 函館病院外科

【背景】乳癌は1999年から女性が罹患する癌の1位となっており、年間約98000人が罹患
し年々増加傾向である。乳癌による死亡数は年間約15000人であり、罹患数に比べると多
くなく5年生存率は90%以上と比較的高いことがわかる。それには早期発見、早期治療が
影響していることから乳癌検診（以下、乳検とする）の定期的な受診が重要であることは周
知の事実である。国、地方自治体などで乳検受診率向上への取り組みがされている。A病院
でも2010年より受診率向上を目指した取り組みを強化したが、新型コロナウィルスの感染
拡大により一時その取り組みが中断した時期があった。コロナ禍も明け、再度受診率向上
へ更なる取り組みを実施しているので報告する。【取り組み内容】乳検枠の時間帯を一般診
療終了後に設定した。また、乳検のブースを確保しマンモグラフィ以外の乳腺エコー、診
察が同じ場所で実施できるようにした。ピンクリボン運動に賛同し、平日の受診が困難な
受診者のために10月、11月に「マンモグラフィーサンデー」を実施している。【経過・効果】
一般診療と別にしたことにより、予約時間通りに検査、診察ができるようになり待ち時間
が1時間以上あったものが平均15分となった。乳癌検診担当者にとっても受診予約の管理
が容易となった。乳検ブースを設置したことで院内を迷うことがなくなり、動線が短くなっ
た。受診者からは「わかりやすくなった」「今後も受診したい」の声が聴かれた。また、1年
に1回定期的に来院される受診者が増加している。【今後の課題】待ち時間を利用して乳が
ん看護認定看護師による乳癌についての情報提供など更なる取り組みを継続することで受
診率向上が期待できると考える。

P1-101-5
小児がんの患児を看護することを通して変化する看護師の思い
山下∙友美（やました∙ともみ）、平尾∙智菜（ひらお∙ちな）、谷井∙亜美（たにい∙あみ）、藤本∙縁（ふじもと∙ゆかり）、
藤田∙朱里（ふじた∙じゅり）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター小児科

【研究目的】小児がんの患児を看護することを通して変化する看護師の思いについて明らか
にする【研究方法】A病棟に勤務する看護師の経験年数が3年以上でなおかつ小児がんの患
児を1年以上看護する看護師6名を対象に、令和5年10月から11月までの期間にインタ
ビューガイドを用いて、小児がんの患児を初めて受け持つ前の思いや関わっていく中で抱
いた思いについてインタビューガイドを実施した。思いについて語られた内容を抽出し、
逐語録を作成しコード化、カテゴリー化した。【倫理的配慮】所属施設の倫理審査の承認を
得たうえで、対象者の同意のもと実施した。【結果および考察】小児がんの患児を看護する
看護師の思いとして52のコード、30のサブカテゴリー、11のカテゴリーが明らかとなっ
た。小児がんの患児を看護することを通して変化する看護師の思いは、＜長期に関わる楽
しさを実感でき（る）＞たり、＜患児や家族からの言葉で前向きになれる＞ことや＜経験か
ら患児が良くなった先の看護へ視野が広がる＞などであった。また長期に関わることで、
看護する楽しさややりがいを見出せることにより、自分のことだけでなく患児の未来に目
を向けた看護について考えるようになっていった。一方で持ち続けている思いは、＜小児
がんの看護や治療に携わる責任（を感じる）＞や＜小児がんの患児や家族とのコミュニケー
ションや関わり方の難しさ（がある）＞があった。小児がんという過酷な治療や長期入院を
余儀なくされる疾患であるからこそ、経験を積んでも自分が患児に携わる責任や患児・家
族の思いに寄り添うことへの難しさを持ち続けていた。
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P1-102-5
エンパグリフロジン服用患者における心血管イベント発生率に対するBMI
の影響についての調査
福嶋∙尚子（ふくしま∙なおこ）、松永∙望東子（まつなが∙もとこ）、福山∙雄卯介（ふくやま∙ゆうすけ）、橋本∙未雷（はしもと∙みらい）、
三角∙紳博（みすみ∙のぶひろ）

NHO 長崎医療センター薬剤部

【目的】SGLT2阻害薬の一つであるエンパグリフロジン（EMPA）は糖尿病治療薬として開
発され、現在は左室駆出率を問わない心不全や慢性腎臓病の適応も取得している。SGLT2
阻害剤の心血管イベント抑制効果を検討した大規模ランダム化比較試験の対象集団は平均
BMI＞30であった。日本の大規模な医療データベースを用いた2型糖尿病患者における解
析では、臨床試験における患者集団の背景と異なるBMIの低い糖尿病患者においてSGLT2
阻害薬の心血管イベント抑制効果が減弱する可能性が報告された。そのため、長崎医療セ
ンターの2型糖尿病患者以外も含めたEMPA服用患者における心血管イベント発生率への
BMIの影響について調査を行った。

【方法】2021年11月から2022年3月までにEMPAが開始となった患者について、心血管
イベント（全死亡、入院を伴う心筋梗塞、脳梗塞、心不全等）の有無や患者情報等を診療録
より後ろ向きに調査を行った。平均追跡期間は20.2カ月。BMI22を基準とし2群間に分け、
心血管イベントの発生についてKaplan-Meier法を用いて分析を行った。

【結果】対象患者60例のうち心血管イベント発生は4例。EMPA開始時のBMI＜22：15例、
BMI≧22：45例のうち心血管イベント発生患者はそれぞれ2例ずつであり、2群間の有意
差はなかった。（p値＝0.182）

【考察】今回の解析結果では、EMPAを服用するBMI22未満の患者群において心血管イベン
ト発生率は高い傾向がみられたが有意差はなかった。本調査の限界として症例数や追跡期
間の不足による心血管イベント数の少なさが挙げられるため、さらに追加調査を行ってい
きたい。

P1-102-4
当院における血糖降下薬使用患者における低血糖・シックデイに関する認
識度調査
江頭∙順子（えがしら∙じゅんこ）、中川∙武裕（なかがわ∙たけひろ）、近藤∙讓（こんどう∙ゆずる）、山脇∙一浩（やまわき∙かずひろ）

NHO 福岡東医療センター薬剤部

【目的】血糖降下薬を使用するうえで、低血糖やシックデイに関する知識は患者の安全で適
正な血糖コントロールを目指す観点から重要性の高いものである。しかしながら、長期間
に渡り血糖降下薬を使用しているにも関わらず低血糖やシックデイに関する知識に乏しい
患者が見受けられ、認識にバラつきがある。そこで、当院入院患者における認識度の現状
を把握するために当研究を行った。【方法】2024年02月01日～ 2024年05月31日まで
の期間に当院に入院した血糖降下薬を使用している患者を対象とし、アンケート調査を実
施した。また、診療録より年齢、性別、使用中の血糖降下薬等について情報収集し解析を行っ
た。なお、糖尿病教育目的で入院となった患者については対象者から除外している。【結果】
本調査のアンケート回収率は55％、回答者22人、平均年齢は70歳であった。血糖降下薬
の使用年数は、10年以上20年未満が多かった。低血糖を認知している割合は100％であり、
そのうち症状まで理解している割合が90％、低血糖を経験したことがある割合は40.9%で
あった。一方でシックデイを認知している割合は36％であり、そのうちシックデイ時の対
応について理解している割合は75%であった。【考察】低血糖については、症状まで理解し
ている割合が90％となっており、広く周知されていると考えられる。一方で、シックデイ
を認知している割合が36％と低く、周知が進んでいるとは言い難い。シックデイの認知度
が低い理由の一つとして、医療者側のシックデイについての理解度・指導内容にバラつき
があることが考えられる。今後、薬剤師の指導実態等を調査し低血糖・シックデイの理解
度向上へ繋げたい。

P1-102-3
重症心身障害児（者）家族への薬剤管理指導に対するアンケート調査
高良∙恵理（こうら∙えり）1、西村∙幾美（にしむら∙いくみ）1、上野∙智子（うえの∙ともこ）1、服部∙雄司（はっとり∙ゆうじ）2

1NHO 紫香楽病院薬剤科、2NHO 東近江総合医療センター薬剤部

【緒言】
当院は重症心身障害児（者）（以下 重症児（者））に対する医療・福祉サービスの提供、いわ
ゆるセーフティネット分野の医療を担っている。重症児（者）は脳性麻痺や先天性疾患に対
し複数の抗てんかん薬を服薬し、さらに合併症に対しても様々な薬剤を服薬しているため
薬学的管理が必要である。当院では医療スタッフからの要望もあり、2021年より重症児

（者）や家族に対し服薬指導を行ってきた。今回、薬剤管理指導のさらなる充実をはかるため、
服薬指導を行った重症児（者）家族に対しアンケート調査を行ったので報告する。

【方法】
2023年9月までに服薬指導を行った重症児（者）の家族20名を対象に無記名式のアンケー
トを実施した。

【結果】
アンケート回収率は85％であった。重症児（者）が服用している薬剤について知りたい内容
は「効能・効果」が一番多く、次いで「薬剤名」、「副作用」、「用法・用量」であった。薬剤師
の面談内容についての満足度は満足82％、ほぼ満足12％、どちらともいえない6％であっ
た。また薬剤師との面談時間については満足82％、ほぼ満足12％、どちらともいえない6％
であった。

【考察】
重症児（者）の家族は在宅療養の経験者も多く、服薬している薬剤に対して高い関心を持っ
ていることがわかった。また、より具体的で詳細な本人の服薬状況や副作用発現状況を説
明することで安心感を与えることができ、重症児（者）家族に対する薬学的管理を実施する
ことは、重症児（者）の療養生活のサービス向上に繋がると考えられる。

【結語】
重症児（者）および家族への薬剤管理指導の重要性は高く、療養生活のサービス向上の一助
となる。

P1-102-2
脳結核を併発した粟粒結核患者に脳への移行性を考慮した薬物治療が奏功
した一例
福澤∙美夕（ふくざわ∙みゆ）1、中村∙敦士（なかむら∙あつし）1、片平∙雄之（かたひら∙かつゆき）2、
若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）2

1NHO 大牟田病院薬剤部、2NHO 大牟田病院呼吸器内科

【目的】粟粒結核は肺外に結核菌が感染する重篤な疾患であり、脳結核の併発は予後を悪化
させることが知られている。本邦の結核治療ガイドラインでは、脳結核に対しても肺結核
の治療と同様にリファンピシン（RFP）、イソニアジド（INH）、エタンブトール（EB）、ピラ
ジナミド（PZA）で治療を行い、3か月目からはRFP、INHで治療を行うこととなっている。
しかしRFPは血液脳関門を通過せず脳結核への治療効果は限定的で、結核菌の耐性化や治
療期間延長が懸念される。本症例では脳結核患者の薬剤の臓器移行性について考察する。【症
例】74歳女性。腰痛があり近医にて圧迫骨折と診断されて他院にて1カ月ほど入院加療さ
れた。入院当初は食事を摂取されていたが、徐々に食欲不振が増強。トイレに行こうとし
てふらつきを認め、CTにて粟粒結核が疑われRFP、INH、EB、の内服治療が開始となった。
抗結核薬開始の喀痰塗沫は陰性だったが、Tb-PCR陽性のため翌日に当院入院となった。当
院入院翌日よりRFP、INH、EB、レボフロキサシン（LVFX）での治療となった。入院後MRI
にて脳結核が認められた。治療開始後2カ月頃まで起因性反応が認められたが、その後改善
しRFP、INH、LVFXの3剤で退院となった。【考察】本症例では入院初期から脳への移行性
が良いLVFXを併用することで脳結核への早期治療効果が期待できたと考えられる。脳結核
では起因性反応のため認知機能障害などの神経症状が現れることがあるため、早期から多
職種間の連携が重要である。病棟薬剤業務において、情報提供や副作用対策、薬剤投与経
路の提案などだけでなく、臓器移行性を考慮した薬剤を提案することで治療の向上に貢献
できるのではないかと考える。
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P1-103-2
頭部外傷により発動性低下・注意障害を呈した症例～食事動作の獲得を目
指した他職種連携の取り組み～
清水∙友乃（しみず∙ともの）、植村∙修（うえむら∙おさむ）、山崎∙元徳（やまざき∙もとのり）、大塚∙麻理子（おおつか∙まりこ）

NHO 村山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】頭部外傷により左片麻痺・発動性低下・注意障害を呈し食事動作が全介助の症
例を経験した。離床の促進により発動性は向上したが、注意障害が表面化し食事の自己摂
取には至らなかった。食事動作の獲得を目標に、注意障害に着目し、他職種とアプローチ
を行うことで一部自己摂取が可能となったため報告する。【症例紹介】70代男性、飲酒後、
路上で転倒し重症頭部外傷・急性硬膜下血腫・左頭頂骨線状骨折・右頭頂骨陥没骨折・左
側頭葉脳挫傷を受傷。60病日後に当院へ転院。初期評価：GCS：E3V3M5（11）、左上
肢Br.stage2-3、右上肢ROM制限は無いが筋緊張亢進、高次脳機能評価は実施困難だった
が動作場面より認知機能低下・発動性低下・注意障害あり、短文での自発話はあるが、従
命不可【経過】60病日、傾眠にて食事動作は全介助。咀嚼が止まるため促しが必要だった。
120病日、離床の促進により発動性が向上しスプーンの使用は可能となったが、右側の人
や音に反応したまま動作と咀嚼が止まり、車椅子上での姿勢が崩れるため、その後は全介
助で摂取していた。そこで、注意障害に着目し看護師と食事環境の設定、PTと車椅子上で
のポジショニング、栄養士と食形態の変更を行った。結果150病日、食形態によるが箸か
スプーンを使用し自己摂取が可能となった。【考察】本症例は重度の発動性低下・注意障害
により食事を含めADLが全介助であった。自己摂取の獲得を妨げている注意障害に着目し、
各職種の専門性を活かし連携を行うことで一部自己摂取が可能になったと考えられた。ま
た阻害となる刺激を軽減するために環境調整を行うことは易転導性を認める症例に効果的
であると考えられた。

P1-103-1
当院における循環器疾患の患者への作業療法介入：処方件数と実施単位数
の推移
内藤∙若菜（ないとう∙わかな）1、落合∙康平（おちあい∙こうへい）1、梅原∙健（うめはら∙けん）1、鈴木∙桂太（すずき∙けいた）1、
関口∙健一（せきぐち∙けんいち）1、川崎∙敦（かわさき∙あつし）2、佐藤∙友昭（さとう∙ともあき）3

1NHO 三重中央医療センターリハビリテーション科、2NHO 三重中央医療センター循環器内科、 
3NHO 三重中央医療センター心臓血管外科

【はじめに】超高齢化社会を迎え、循環器疾患の患者は増加の一途であるといわれており、
リハビリの必要性が高まり2019年1月よりOT介入を開始した。今回は、循環器内科、心
臓血管外科からの処方件数と実施単位数を調査し、今後の方向性について検討したので報
告する。【方法】対象は、2019年4月～ 2024年3月に循環器内科、心臓血管外科からの処
方および実施単位数を各年度毎に調査した。調査項目は、OTとPTの処方件数、実施単位
数を比較し検討した。【結果】OTvsPT処方件数は、2019年度230vs250件、2023年度
336vs340件であり、OT処方件数は増加しPTとの処方件数差は減少した。OTvsPT実施
単位数は、2019年度2160vs2847単位、2023年度2548vs3586単位とOTの実施単位
数は増加傾向であったが、PTとの差は1038単位であった。【考察】5年間介入し処方件数
が増加した。循環器疾患の患者へのリハビリに対して必要性が高まり、2014年度から先行
介入しているPTと同様に処方が依頼されてきている。同時に、実施単位数の増加も認めら
れた。しかし、PTと比較し実施単位数では大きな差があった。処方件数は増加しており、
今後循環器疾患の患者に介入するOTを増やし、関わり方の検討をすることで実施単位数の
増加を見込める分野となってくるのではないかと考える。【結語】今回調査することで、リ
ハビリの必要性が高まってきていることが判明した。循環器疾患の患者へのOT介入をより
充実させるために、スタッフ教育や関わり方の検討をしていく必要がある。

P1-102-7
全自動秤量散薬分包機Di ‐ 32の効果的な運用方法の検討
中村∙舞奈（なかむら∙まいな）、花垣∙諒太（はながき∙りょうた）、柿沼∙郁哉（かきぬま∙ふみや）、
市川∙竜太郎（いちかわ∙りゅうたろう）、菅原∙知（すがわら∙とも）、岡本∙一人（おかもと∙かずと）

NHO 新潟病院薬剤科

【目的】当院は、重症心身障害児（者）（重心）と筋ジストロフィーの病棟を擁する病院である
ため、散薬の調剤業務が多くを占めている。薬剤師の調剤業務に係る負担軽減等を目的と
して、2023年8月に全自動秤量散薬分包機Di-32（以下「散薬ロボット」という。）を導入し
た。散薬ロボットの導入にあたり効果的に運用するための方法を検討したので報告する。

【方法】散薬ロボットの運用にあたり実装薬品を中心とした運用とするため、実装薬品の選
定を行った。実装薬品の選定にあたり、患者間で使用薬剤のばらつきが少ない重心病棟と
小児科で使用する薬剤を中心に、薬剤の使用頻度及び物性を考慮し選定を行った。

【結果・考察】散薬の採用品目108品目中49品目を実装薬品とした。重心病棟と小児科中心
の実装薬品の選定により、重心病棟の定期処方・小児科外来の処方で使用する薬剤の多く
をカバーすることができた。しかしながら、実装薬品のみの運用では、散薬ロボットを使
用できない処方が散見される状況であったため、非実装薬品を計量カップで手差しする運
用を組み合わせることとした。実装薬品と非実装薬品を計量カップで手差しする運用を組
み合わせた結果、ほとんどの重心病棟の定期処方に散薬ロボットを活用することができ、
薬剤師の秤量に係る負担を軽減できたと考える。また、本運用方法では、従来の散薬分包
機で発生するリスクがあった分包時の誤投入も軽減することができたと考える。今後、実
装薬品の検証や計量カップの数を増やすことで、さらなる業務の負担軽減等を図りたい。

P1-102-6
腹腔鏡下胆嚢摘出術における術後硬膜外鎮痛法の使用状況についての調査
足立∙茉望（あだち∙まの）、澤村∙忠輝（さわむら∙ただてる）、高屋∙麻由（たかや∙まゆ）、服部∙雄司（はっとり∙ゆうじ）、
藤野∙能久（ふじの∙よしひさ）

NHO 東近江総合医療センター薬剤部

【目的】
患者自己制御鎮痛法（PCA）は術後創部痛を患者で緩和が可能な手法だが、操作方法の理解
不足や抵抗感による緩和不良が懸念される。今回、術後PCAの年齢別、性別の使用状況を
分析し術後疼痛管理への影響を調査した。

【方法】
2013年1月から12月に実施した腹腔鏡下胆嚢摘出術のうち、術後に硬膜外鎮痛法を実施
した患者を抽出、PCAの企図回数と実施回数、年齢、性別、NRS評価、有害事象をカルテ
より後方視的に調査した。

【結果】
対象は40名（男性23名/女性17名）、平均年齢56歳（23歳-79歳）であった。PCAの
平均企図回数/平均実績投与数/平均空打ち数は、65歳以上（8.3/6.3/2）、64歳以下

（14.5/10.1/3.4）、男性（12.6/9.3/3.3）、女性（11.6/7.9/3.7）であり、64歳以下、男性
で回数が多い傾向があった。朝の平均NRS（安静時/体動時）では65歳以上（0.3/0.7）、64
歳以下（0.4/1.6）、男性（0/0.7）、女性（0.9/1.9）であり、64歳以下、女性で高い傾向となっ
た。有害事象は嘔吐が4件あり、全て女性であった。

【考察】
年代別での痛みの差は少ないが、高齢者はPCAの回数が少なく、女性は痛みがあっても
PCA使用を控える傾向が示唆された。高齢者は痛みの反応性低下、操作の理解不足により
PCA回数が減少したと考えられた。本調査では女性のみに嘔吐があり、女性は術後悪心嘔
吐のリスク因子であること、麻薬による悪心嘔吐のリスクがあることから、悪心嘔吐によ
りPCA使用を躊躇する可能性が考えられた。

【結論】
患者に応じて評価し調整や支援することで、PCAによる質の高い術後疼痛管理が実施でき
る可能性がある。今回、限定的な調査期間であり、調査期間を延長し詳細な分析が必要で
ある。
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P1-103-6
ウット®過剰内服後に末梢神経障害を合併した症例
水沼∙奈津子（みずぬま∙なつこ）、内田∙裕子（うちだ∙ゆうこ）、遠藤∙遼（えんどう∙りょう）、伊藤∙郁乃（いとう∙いくの）

NHO 東京病院リハビリテーション科

【背景】今回,市販鎮静薬ウット®を過剰内服し,意識混濁·臭素疹と添付文書未記載の末梢
神経障害合併,左橈骨神経麻痺を発症した症例を経験したので報告する.【症例】20代女性

【現病歴】職場ストレスで抑鬱·不眠症発症.心療内科受診,適応障害診断.睡眠導入剤処方も
著効せず,他院受診も著変無し.睡眠薬過用でふらつきあるが,何とか勤務するも2023年2
月退職.8月頃～ウット®過剰内服.徐々に左上下肢筋力低下出現.10/2意識混濁·麻痺出現
を友人に連絡.救急車呼ぶ様勧められ,自分で救急へ連絡.前医救急搬送.ウット®過剰服用
によるブロモバレリル尿素中毒症による意識混濁·臭素疹,左橈骨神経麻痺·左前脛骨筋麻
痺診断.前医作業療法ではROM訓練·低周波治療（IVES）実施,カックアップスプリント作
成.45病日自宅復帰目指し当院へリハビリ目的で転院.【経過】入院時:drop hand,pROM:N.
P.,MMT:5/2 ～ 4,握力（右/左）:18.0kg/計測不可,STEF:89/66,Q-DASH:機能障害/症
状;8.3選択項目;-,ARAT:47/57 45病日:作業療法開始.ADL;スプリント装着し自立.ROM
訓練·IVES併用し神経筋促通訓練·上肢機能訓練·手指巧緻動作訓練中心に実施.58病日:ス
プリント修正.67病日:段階的に負荷増.72病日:終日装具OFF.105病日:左握力13.1kg迄
改善.調理·包丁動作自立.129病日:自宅退院.退院時:麻痺ほぼ改善.pROM:N.P.,MMT:5/4
～ 5-,握力（右/左）:19.2/15.1kg,STEF:95/94,Q-DASH:機能障害/症状;8.3選択項目;-
,ARAT:57/57【考察】ウット®の添付文書に副作用や過剰内服での末梢神経障害は記載無い
が,橈骨神経麻痺を合併.本症例は麻痺発症後少し時間経過も,前医から適切な神経筋促通訓
練実施し,当院で同様の訓練を継続出来た事が麻痺の改善に繋がったと考えられる.

P1-103-5
本態性振戦患者の生活行為と上肢機能の関連
佐々木∙千波（ささき∙ちなみ）1,2、仁村∙太郎（にむら∙たろう）3

1NHO 福島病院リハビリテーション科、2NHO 宮城病院リハビリテーション科、 
3NHO 宮城病院脳神経外科

＜目的＞ 本態性振戦は医学的に原因不明の疾患である。食事、整容などセルフケアに障害
を呈することは報告として挙げられているが、他の生活行為においてどのような動作が障
害されているかの報告はない。本態性振戦を呈する患者がセルフケア以外にどのような生
活行為が障害されているかを調査し、上肢機能との関連について検討した。＜対象、方法
＞ 令和3年10月～令和4年3月に経頭蓋MRIガイド下集束超音波治療を受ける前の本態性
振戦患者39名で、生活行為の調査と検査項目と各生活行為にて上肢機能検査（STEF）、パー
デューペグボード、握力を測定した。各生活行為にて、障害ある群とない群に分け、検査項
目にて差の検定を行った。＜結果＞ 生活行為において特に障害があると答えた項目と人数
は、コップに水を継ぐ（28人）パソコンキーボード操作（25人）、パソコンマウス操作（20名）、
スマートフォン操作（29名）、財布からコインをとる（23名）、お札をとる（24名）、お玉で
汁を盛る（26名）の動作において障害があると答えた。各生活行為と各検査の差として、パ
ソコンキーボード操作はSTEFサブテスト5にてp=0.041、パソコンマウス操作は STEFサ
ブテスト5にてp=0.035、財布からコインをとるは STEF サブテスト8にてp=0.039、お
札をとるはパーデューペグのアセンブリにてp=0.031であった。また、他人から生活行為
を見られると緊張して、振戦が大きくなるという発言もあった。＜考察＞ パソコンキーボー
ド操作、パソコンマウス操作において、肘から手先を円滑に操作する動作の障害があると
考える。財布からコインをとること、お札をとることにおいては、手指巧緻性低下の障害
があると考える。

P1-103-4
IVMP後のMOG抗体陽性脊髄炎患者に対するADL拡大を目的とした介入
大黒∙陽蔵（だいこく∙ようぞう）1、池野∙和好（いけの∙かずよし）1、森山∙利幸（もりやま∙としゆき）1、山中∙圭（やまなか∙けい）2

1NHO 福岡東医療センターリハビリテーション科、2NHO 福岡東医療センター脳神経内科

今回数年にわたりMOG抗体陽性脊髄炎の増悪と寛解を認め繰り返してきた患者を担当し
た.本症例は入院時に脊髄炎のため両下肢に重度の麻痺があり,わずかな刺激でも股関節,膝
関節の過度な屈曲痙性が著明であった.そのため,ADLはベッド上生活のみであり車椅子へ
の移乗も困難な状態であった.本人からは車椅子への移乗やトイレの使用が可能になること
のデマンズが聞かれた.治療方針としてステロイドパルス（IVMP）の施行が決まった.施行後
に状態に合わせて移乗訓練,基本動作訓練,ADL訓練をすみやかに実施した.その結果,短期
間での身体機能改善,ADL拡大を行うことができ入院中に可能な範囲での本人のデマンズを
達成することができた.
一般的にステロイドパルス療法は多量のステロイドを点滴にて投与する.強力な炎症抑制効
果が得れ,早期に身体機能面の改善を期待される.本症例でも投与後に非常に早い段階で身
体機能面の変化が始まった.今回症例の身体機能面の改善のペースに合わせて再評価やADL
拡大を図った事で,症例が望むデマンズを早期に達成することが可能となった. 
急性期病院では投薬治療別に治療経過を予測したリハビリ介入が必要と考える.患者のデマ
ンズを介入初期より確認しておくこと,また治療方法によって予測される回復過程を考慮し
リハビリプログラムを実施していくこと.これらの重要性を今回の介入で改めて確認する事
ができた.

P1-103-3
頚髄損傷C6B2患者の自己導尿について　自助具の違いとSCIMの比較
桑原∙瑳雪（くわはら∙さゆき）、植村∙修（うえむら∙おさむ）、山崎∙元徳（やまざき∙もとのり）、佐々木∙由之（ささき∙よしゆき）

NHO 村山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】脊髄損傷者にとって排泄動作の獲得は、社会生活を送るための重要な要素の一
つである。特に頚髄損傷者においては手指機能が障害されるため、動作の自立には様々な
環境設定や自助具の活用が不可欠である。今回脊髄損傷ASIA:A/ZancolliC6B2患者の自己
導尿に着目し、脊髄障害自立度評価（以下SCIM）の点数を踏まえて比較した。【方法】2022
年4月から2023年3月の間に当院に入院した患者のうち、診断名脊髄損傷、OT介入終了
時の損傷高位がASIA:A/左右どちらかがZancolliC6B2の患者4例を対象とした。それぞ
れのSCIMの点数、カテーテルの種類、衣服の工夫、固定水注入方法、清浄綿の開封方法な
どを比較した。【結果】手指の固定性が弱くカテーテルのつまみ、更衣動作が困難なため自
己導尿を開始しなかった症例が1例、他3例は自己導尿自立となっていた。退院時SCIMの
点数は自己導尿を開始しなかった症例が27点、その他の3例は55,48,47点となっていた。
排尿管理以外では、自立となっていない症例では更衣（上下）、ベッド―車椅子間の移乗が
全介助となっており他3例と比較して点数が低かった。自立となった3例は、下衣操作、固
定水注入、清浄綿開封の動作にダブルファスナーズボン、介助はさみ、ラチェットクランプ、
万力、鉗子などの自助具を使用していた。【考察】SCIMでは更衣、移乗の点数が自己導尿自
立に関係していると考えられた。使用している自助具は3例とも様々であり、手指の拘縮状
況、把持できる物品の大きさ・重さなどによりそれぞれに使用しやすい自助具を模索して
いくことが必要と考えた。今後さらなる事例の蓄積から脊髄損傷者の生活の質の向上へと
繋げていきたい。
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P1-104-3
患者用無線ネットワーク導入における現状と課題について
豊田∙実咲（とよだ∙みさき）、馬木∙悟（うまき∙さとる）、和田∙吉弘（わだ∙よしひろ）、宮田∙千栄（みやだ∙ちえ）、
山崎∙貴元（やまさき∙たかゆき）

NHO 愛媛医療センター事務部

【背景】
平成28年度より神経難病の患者に対して生活環境の向上のため患者用無線ネットワーク

（以下、「無線ネットワーク」）の利用を開始した。その後、新型コロナウイルス感染患者用
の病棟も利用できるよう利用可能病棟を増やした。患者からのご意見で無線ネットワーク
の利用について問い合わせもあったことから、令和4年3月から一般病棟の希望者について
も無線ネットワークを利用できるよう整備を行った。

【利用の流れ】
1）入院患者が、インターネット利用申請書を記載し、入院病棟へ提出。病棟職員より管理
課へ提出する。
2）管理課職員は申請書の情報を確認後、無線ネットワーク利用リストに入力を行い、IDと
PWが記載された利用許可証を発行し、病棟職員を通して配布を行う。
3）入院患者が退院したら医事職員が利用リストを更新する。
4）利用リストの情報をもとに管理課職員が発行したIDとPWについては削除（ネットワー
クの接続）処理を行う。

【問題点】
利用患者より一定数の設定依頼があり、病棟看護師や管理課職員が病棟まで設定に向かう
ことが頻繁にあった。また、申請書の受付が病棟を通じて管理課に提出されるため、利用
患者に利用許可証が届くまで時間を有することがあり、利用希望患者からの問い合わせも
多くあった。

【修正点・今後の課題】
業務負担軽減、利用希望患者にできるだけ早く利用許可証を発行するために令和6年4月よ
り入院受付窓口で即時、利用許可書、マニュアルの配布を行うように変更を行った。今後、
さらなる業務効率化を図るため、フリー wifiにする検討も行っている。情報セキュリティ
の問題も加味しながら検討を行っていきたい。

P1-104-2
院内広報誌「きらり」発行の試みと可能性　～読まれる院内広報誌を目指し
て～
高瀬∙昌浩（たかせ∙まさひろ）1、金三津∙美奈子（かねみつ∙みなこ）2、春成∙有梨沙（はるなり∙ありさ）3

1NHO 横浜医療センター相談支援センター・広報部、2NHO 横浜医療センター診療情報管理士・広報部、 
3NHO 横浜医療センター広報部

【目的】組織は大きくなるほど職種や部門間の隔たりが大きくなり、コミュニケーションが
難しくなり、愛着や帰属意識、誇りなどを持つことが難しくなる。当院の職員数は約1300
名であるが、これらの問題の解消に向け2023年度より院内広報誌「きらり」の発行を開始
したのでその試みとそこから見えた可能性を報告する【方法】願いは「私たちの病院のこと、
もっと知ってほしい。そして、病院や仲間のことをもっと好きになってほしい」とした。発
行は年4回の定期発行、紙面は堅苦しい挨拶や経営状況等の話題は避け、親しみやすい構
成とし人柄に着目した職員紹介や趣味などの話題に焦点を当てた内容とした。また原稿依
頼、取材、撮影、誌面校正、印刷、発行はすべて広報職員が行うことで、ローコストで柔
軟で融通の利く作成が可能となった。なお発行については電子媒体（内部ネットワークでの
PDF）を基本とし、内部ネットワークでのPDF発行としたが、紙媒体の良さ（手渡しできる、
記事を供覧できる）を考慮し、100部のみ紙媒体とした【結果】職員からは「職員の新たな一
面を知れてよかった」「色々な人が活躍していることが分かった」「休憩中に楽しく読んで
います」という意見や「作成は大変な作業だと思いますがぜひ続けてほしい」という労いの
意見を頂けた【考察】広報誌は読者である職員の手に渡り読んでもらえなければ意味はない。
そのため、まず、知ってもらう。そして、読もうと思ってもらうことが大切である。初年
度4号発行したため、職員に対し、ある程度の認知を得ることができた。今後は定期発行を
続けることに加え、さらに「読まれる」院内広報誌を目指し、より多くの職員の協力と参加
が求められる。

P1-104-1
不当要求、迷惑行為を繰り返す患者に警告書を交付した事例について
鎌田∙洋（かまた∙ひろし）

NHO 横浜医療センター事務部企画課

背景（目的）
近年、カスタマーハラスメントに代表される過剰な要求や迷惑行為が増加している。医療
機関においても同様にカスタマーハラスメント等の事例が見受けられる。
当院で、患者からのカスタマーハラスメントに対して、文書で警告した後に、診療を中止
した事例があったので報告する。
事例
当該患者は外来通院の30代の男性。本人は「説明を求めている」と主張するが、本人のこだ
わりに沿うまで一方的に「説明が足りない」と繰り返し、医師、事務職員に、対応を執拗に
求める行動があった。1回1回の対応に時間を要しており、1度の対応に数時間を要するこ
ともあった。
当該行動について、不当要求、迷惑行為に該当することを確認し、病院名を記した警告書
を提示しながら事務職員から不当要求、迷惑行為にあたることを説明した。警告書を受け
取った後、一旦はご理解いただけたが、警告した行動を繰り返したため、当該患者の診療
を断った。
結語
警告書を準備するのに時間がかかったが、警告書を提示しながら説明することができたた
め、患者の主張によって、話が逸れることはなく、短時間で説明が行えた。
警告書交付後の診察や、問い合わせに関しても、警告書を提示しながら対応ができるので、
医事委託業者も含めて、当該患者へは一貫した対応が行えた。従前の対応を考慮すると、
スムーズな対応ができ、病院職員のストレスも軽減できたと考えられる。

P1-103-7
TAKASAKI Prehabilitation　術前指導の標準化に向けた取り組み
佐藤∙優（さとう∙すぐる）1、荻原∙博（おぎはら∙ひろし）1、坂元∙一郎（さかもと∙いちろう）4、吉本∙慎（よしもと∙しん）1、
井手∙正樹（いで∙まさき）1、西尾∙萌（にしお∙もえ）2、板垣∙七奈子（いたがき∙ななこ）3、荒井∙しのぶ（あらい∙しのぶ）3、
長島∙春香（ながしま∙はるか）3、鈴木∙広美（すずき∙ひろみ）3、小林∙優地（こばやし∙ゆうじ）1、和田∙一穂（わだ∙かずほ）1、
石塚∙裕大（いしづか∙ひろだい）1、丹羽∙朗子（にわ∙あきこ）1、小川∙哲史（おがわ∙てつし）4

1NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科、2NHO 高崎総合医療センター栄養管理室、 
3NHO 高崎総合医療センター看護部、4NHO 高崎総合医療センター外科

【背景】当院では、令和2年3月に患者サポートセンターを開設し、予定手術患者に耐術能
や回復意欲の向上を目指した支援を行っている。職種やリハビリテーション科療法士によっ
て評価や説明が異なる、あるいは重複するという課題があり、術前指導を標準化する取り
組みを行ったので報告する。

【活動内容】消化器癌予定手術患者を対象に、評価基準を機能的自立度評価（Functional 
Independence Measure:FIM） と、 サ ル コ ペ ニ ア（Asian Working Group for 
Sarcopenia 2019診断基準）に統一し、A（FIM満点/サルコペニア無し:以下略）、B（満点
/有）、C（減点/無）、D（減点/有）、非典型例Eに分類、有酸素運動とレジスタンス運動、
栄養療法のプログラムを設定した。分類別のプログラムと、入院までの食事量や運動量の
記録用紙、術後の排痰や呼吸法の説明をまとめたパンフレットを作成し、指導に活用した。
A・B患者には、活動量計を貸与し、術前の活動量（歩数）の目標値を提示した。試行期間を
経て令和6年1月より開始した。

【結果】3月までに57名の患者に介入し、1回の指導で理解や記録が不十分な患者には、患
者サポートセンターで再指導を行った。入院時、70％以上の患者が食事や活動量を記録で
きており、術前指導の標準化に関するスタッフへのアンケート調査（5段階）では、35％以
上が「非常に良い」、50％以上が「良い」で、平均4.2と高評価であった。

【考察】各職種の専門知識と指導内容を統合し、院内で標準化することで、患者の能力に応
じたプログラムを考案した。スタッフの満足度向上にも寄与しており、さらに症例を蓄積し、
有効性の評価や、退院後のフォローアップの改善等を検討していきたい。
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P1-104-7
マイナ保険証利用率向上のための取り組み
後口∙征司（うしろぐち∙せいじ）、野津∙悦子（のつ∙えつこ）、小山∙敦史（こやま∙あつし）、藤澤∙良次（ふじさわ∙りょうじ）

NHO 松江医療センター事務部

【背景】政府は現行の保険証を令和6年12月2日に廃止することを正式に決定し、マイナ保
険証（以下、カードという。）に移行する方針を表明した。カードの利用率が低い中、NHO
では『マイナ保険証の利用促進及び電子処方箋の導入に向けた積極的な対応への協力依頼に
ついて』が発出され、カードの利用率の目標設定について令和6年5月末時点で＋20％ pt、
11月末時点で＋50％ ptの数値が示された。また、令和6年5月から7月の期間を『マイナ
保険証利用促進集中取組月間』として、総力を挙げて国民へのマイナ保険証の利用促進に取
り組むこととなった。【取り組み】当院の令和5年12月のカードの利用率は4．2％と全国
平均より低く、カード読取端末は設置してあるがその周辺にカード利用に関する掲示等が
なかった。セイフティ系中心の当院外来において、まずはポスター掲示とチラシ配布、デ
ジタルサイネージの活用から始めた。令和6年5月からは会計窓口において次回予約受診
日を記載した上で合わせてカードの持参をお願いするチラシを個別に説明配布する対応を
行った。更に、7月以降は予約患者に対して事前の電話連絡を実施する事により、受診日当
日にカード持参を促す予定である。また、入院患者についても、療育指導室と協力してカー
ドの取得状況の把握とともに本人や後見人に対して代理人申請や代理人受領方法などのお
知らせを作成し、併せて取り組んでいく。【結果】現在まで取り組みを行った結果は、令和6
年1月の利用率が4．3％、2月が5．0％、3月が5．3％と微増である。5月以降のチラシ
配布と個別連絡の結果並びにまとめについては、当ポスター発表にて行いたい。

P1-104-6
入院患者説明ツール（ポケさぽ）の導入による患者サービスの向上及び業務
改善の取り組みについて
樋口∙智之（ひぐち∙ともゆき）、森下∙八重美（もりした∙やえみ）、小川∙佳子（おがわ∙けいこ）、實森∙直美（さねもり∙なおみ）

NHO 東広島医療センター事務部企画課経営企画室

目的：入院や出産に関する説明をコンテンツ化（入院案内や説明動画を作成）し、「LINE」を
通じて各種案内を患者に提供することで、患者の利便性向上を図り、説明業務を半自動化
することで職員の負担軽減を図る。
方法：
1．導入計画を立案　
　R5年8月（株）OPReよりポケさぽについて概要説明　
　R6年1月（株）OPReと契約　
　R6年2月（株）OPReと定期的に打ち合わせを実施　
　R6年7月導入開始予定
2．コンテンツの内容を決定するためのヒアリングを実施
3．看護部より、看護師長会、副看護師長会、業務改善委員会で説明
4．運用手順を作成
5．運用手順を元に職員へ周知
6．運用開始
結果：初回導入は、入院と産科に関する各種案内のPDFと説明動画で案内することとした。
現在使用中の資料と動画を元に（株）OPReにコンテンツ作成を依頼し、何度か内容修正を
行い導入開始となったが、入院時に患者が困らないためにはどのような動画が必要である
かという視点で内容を検討した。また、「LINE」で説明を受ける患者と「LINE」を使用しない
患者が混在するため、運用に関しての手順を作成した。
考察：コミュニケーションをとる手段の一つとして「LINE」は多く活用されており、自分の
タイミングで見たいときにどこででも何度でも共有したい人と確認できるシステムとして、
ポケさぽを活用することは有効であると考える。特に産婦人科入院の妊婦への説明内容に
ついては、入院前に動画を見てもらうことにより、患者説明の時間短縮にもつながり、業
務負担軽減ができると考える。
結論：現在導入前であるため、運用開始後の効果及び評価はできないが、職員の負担軽減
と併せ、患者の利便性向上につながると予想される。

P1-104-5
働きやすい職場作りを目指した取り組み～あいさつはチーム作りの第一歩～
門脇∙知恵子（かどわき∙ちえこ）1、岸添∙有喜子（きしぞえ∙ゆきこ）1、川久保∙幸代（かわくぼ∙さちよ）2、
長谷川∙健一（はせがわ∙けんいち）3、田中∙恭子（たなか∙きょうこ）4、岡見∙敏子（おかみ∙としこ）5、三谷∙真紀（みたに∙まき）2

1NHO 兵庫中央病院看護部、2NHO 兵庫中央病院療育指導室、3NHO 兵庫中央病院経営企画室、 
4NHO 南京都病院看護部、5NHO あわら病院看護部

【はじめに】障害者等虐待防止委員会では、虐待防止のため療養介護サービス病棟で虐待防
止セルフチェックを年4回、その他の病棟は年1回実施している。セルフチェックでは上司
とのコミュニケーションが取りやすい「いいえ」30％、職員間のコミュニケーションが取り
やすい「いいえ」17％であった。厚生労働省は、虐待を未然に防ぐには、日ごろから職員同
士のコミュニケーションの場を設け、情報共有を密にするなど、悩みをためずにいつでも
相談できるような環境づくりが大切と提言している。そこで、コミュニケーションが取り
やすい雰囲気に改善するために、あいさつ運動を開始した。【実施方法】令和5年12月～令
和6年5月、8：10 ～ 8：40、毎月4 ～ 8回実施。障害者等虐待防止委員会メンバーと幹
部職員有志が、院内3か所であいさつ運動を開始した。【結果】あいさつ運動実施後、上司
とのコミュニケーションがとりやすい雰囲気「いいえ」20％、職員間のコミュニケーション
が取りやすい「いいえ」14％と改善した。あいさつ運動に参加したメンバーからは、「すれ
違いざまの職員からのあいさつの反応が良くなった」「職員からの返答の声が大きくなり、
しっかりと頭を下げてくれることが増えた」という意見を得た。【考察】あいさつ運動の効果
は未知数であるが、セルフチェックの結果では改善がみられたことから、社会人として気
持ち良いあいさつを行うことは、職場のコミュニケーションの促進に繋がったと考える。【ま
とめ】兵庫中央病院の職員は、「お互いに認め合い、必要としている」というメッセージを込
めて、取り組みを継続し、働きやすい職場環境づくりから虐待防止への取り組みに繋げて
いきたい。

P1-104-4
敷地内連携ホテルの実績と課題
菅∙俊文（すが∙としふみ）、酒井∙圭介（さかい∙けいすけ）、原∙慎治（はら∙しんじ）、林∙隆一（はやし∙りゅういち）、
小西∙大（こにし∙まさる）、近藤∙美紀（こんどう∙みき）、全田∙貞幹（ぜんだ∙さだとも）、吉住∙秀之（よしずみ∙ひでゆき）

国立がん研究センター東病院企画経営課企画経営係

【はじめに】
当院は海外を含む遠方からの患者が多く、郊外に立地しているため最寄駅から距離があり、
周辺の宿泊施設が少ないことが課題であった。さらに、新規患者数の増加に伴い、入院で
はベッド不足、外来スペースの狭さが問題となっていた。これを解決するため、2022年7
月に病院敷地内にホテルを開業した。ホテルは病院と連携し、（1）特定疾患患者向けの診療
科宿泊プラン開発による早期退院の促進、（2）ホテル内に外来スペース設置という特徴を持
つ。

【ホテルの特徴】
（1）診療科プランの開発では、各疾患に合わせた食事や滞在時間のアレンジを行っている。
例えば、消化器系がん手術患者向けプランでは、レストランと共同でメニューを開発し、
安心して滞在できるプランを提供している。放射線治療科と連携したプランでは、長期通
院を見越して長期割引を設けている。

（2）ホテル内の1フロアを外来スペースとすることで、診療スペースを拡充した。特殊な処
置を必要としない診療科をホテル外来に移し、空いた病院外来スペースを循環器外来など
に利用することで、診療や治験の機能を強化している。また、企業とタイアップした患者
向けセミナーを開催し、がん患者に向けた情報発信の場としても活用している。

【実績・課題】
（1）診療科向けプランの発売以降、ホテル利用患者は増加し、全体145室に対し利用率は
84.0%（一般利用63.5％　病院関係20.5％）となっている。今後は病院診療科とホテルの
連携を強化し、在院日数の短縮と稼働率の向上に取り組む。※2023年11月～ 2024年4
月実績

（2）ホテル内の診療スペース拡充により病院機能が向上し、外来患者数が増加した（開業前：
平均1328.2名→開業後：平均1403.6名）。
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P1-105-4
1か月後においても壁運動異常の回復がみられなかった非典型的たこつぼ
症候群の1例
藤井∙勇気（ふじい∙ゆうき）1、栗栖∙智（くりす∙さとし）2、藤原∙仁（ふじはら∙ひとし）2、淺野∙耕助（あさの∙こうすけ）3、
安本∙博晃（やすもと∙ひろあき）3、坂本∙勇樹（さかもと∙ゆうき）3

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター循環器内科、 
3NHO 広島西医療センター泌尿器科

【症例】80代女性【主訴】食欲不振【現病歴】80歳代女性。発熱、嘔吐があり、腹部CTで両
側尿管結石を認めたため、X日に治療目的で当院泌尿科に転院となった。入院時の採血で
は腎機能障害（BUN 85.0 mg/dL, Cr 1.83 mg/dL）、胸部X線では心拡大および肺うっ血
を認めた。X+1日に腎保護を目的とした尿管ステント留置術を施行、X+2日に心精査目的
に心電図と心エコーを施行したところ、胸部誘導V3-5でST上昇、左室心尖部から中間部
にかけて無収縮、心基部で過収縮であることが判明した。臨床経過からたこつぼ症候群を
疑ったが、本人の胸部症状の訴えや心筋逸脱酵素の上昇はなく、発症時期は不明であった。
心臓に関する精査加療目的で循環器内科に転科となった。X+7日、X+11日の心電図では、
依然ST上昇は持続、心エコーでは入院時と同様に左室心尖部から中間部にかけて無収縮を
呈していた。全身状態および腎機能の回復（BUN 18.0 mg/dL, Cr 1.38 mg/dL）を待ち、
X+27日に冠動脈造影を施行した。冠動脈には有意狭窄病変がないことから、たこつぼ症候
群と確定診断した。同時期に行った心筋血流・脂肪酸代謝シンチでは、タリウム・BMIPP
ともに、心尖部無収縮部に一致して欠損像を認めた。X＋30日の心電図では、ST上昇は正
常化しT陰転が顕性化、心エコーでは心尖部無収縮の改善はみられなかった。【考案】たこ
つぼ症候群は特に高齢女性に好発する心疾患である。本症例は、発症時期が明らかでない、
心電図でST上昇が持続、1か月以上心尖部収縮異常が持続といった特異な経過をたどった
症例であった。今後遅延して回復してくるのか、またこのような経過を示す症例の特徴に
ついて今後明らかにしていく必要がある。

P1-105-3
左室内血栓を伴った心筋緻密化障害の一例
大江∙百香（おおえ∙ももか）1、福木∙昌治（ふくき∙まさはる）2

1NHO 米子医療センター臨床研修センター、2NHO 米子医療センター循環器内科

症例は48歳男性。20XX年8月下旬から息苦しさを感じ、次第に症状が増強したため9月
9日に近医を受診し胸部X線上心拡大と胸水を指摘され、うっ血性心不全として当院へ紹
介受診となった。心電図は洞調律で心室性期外収縮と完全右脚ブロックを認めた。心臓超
音波検査でびまん性左室壁運動低下（左室駆出率18％）と心尖部中心に肉柱様構造物が目立
ち、その中に10mm径の高輝度の可動性のある構造物が認められ、血栓が疑われた。心臓
カテーテル検査で冠動脈に有意狭窄なく虚血性心疾患は否定的で心筋緻密化障害と診断し
た。心不全症状に対しフロセミド、ビソプロロール、サクビトリルバルサルタン、ダパグ
リフロジン、エサキセレノンを開始し、左室内血栓に対しワーファリンを追加、心不全症
状の改善、また3か月後の心臓超音波検査で左室内の血栓と疑われる構造物は消失した。現
在、外来で経過観察中である。心筋緻密化障害は心室壁の過剰な網目状の肉柱形成と深い
間隙を形態的特徴とする心筋症である。小児科領域の予後不良で稀な疾患とされていたが、
画像診断の発達により近年小児のみならず成人例での報告例が増加している。経過ととも
に心機能低下は進行し、致死的不整脈や塞栓症を合併する危険性も高く、早期発見により
治療計画を立てることが重要である。

P1-105-2
心不全兆候を呈し拡張型心筋症と虚血性心疾患の鑑別が困難であった2例
萩原∙大護（はぎわら∙だいご）1、福木∙昌治（ふくき∙まさはる）2

1NHO 米子医療センター臨床研修センター、2NHO 米子医療センター循環器内科

【背景】臨床像上、虚血性心疾患を積極的に疑わない症例であっても虚血が存在することが
あり、他の心筋症との鑑別が重要である。【症例1】症例は51歳、男性。胸痛の既往のない
咳・呼吸苦を主訴に受診。胸部画像所見で心拡大、肺うっ血、両側胸水を認めうっ血性心
不全兆候を認めた。心電図は洞調律、左房負荷所見、完全左脚ブロックを認め、心エコー
でびまん性の左室壁運動低下（左室駆出率=7.4％）を認めた。虚血性心疾患の鑑別目的に
行った安静心筋シンチグラフィでは左室心尖部 ‐ 後下壁の集積低下所見がみられ、冠動脈
造影で右冠動脈1番の完全閉塞、中隔枝を介した側副血行が認められ、陳旧性下壁心筋梗
塞と診断された。【症例2】症例は51歳、男性。特に胸部症状はなく経尿道的尿路結石除去
術の術前胸部レントゲンで心拡大を認め、心エコーで左室のびまん性壁運動低下（左室駆出
率=23％）を認めた。心電図は洞調律、左軸偏位を認めた。胸部症状の訴えはないが画像上
慢性心不全を疑い、術後に精査を行った。虚血性心疾患の鑑別目的に冠動脈造影CTを実施
したところ、右冠動脈2番、左冠動脈前下行枝6番に狭窄が疑われる所見を認めた。【考察】
症例1、症例2ともに臨床像および一般的な画像検査上は拡張型心筋症が最も疑われたが、
虚血の評価を行ったところ、虚血性心疾患の存在が明らかになった。したがって、慢性心
不全症例に対して虚血の評価を行うことは非常に重要である。

P1-105-1
血行動態を確認後ビタミンB1補充治療を行った湿性脚気の1例
栗栖∙智（くりす∙さとし）、藤原∙仁（ふじわら∙ひとし）

NHO 広島西医療センター循環器内科

症例は80歳代の男性。生来健康であったが、両下肢および陰嚢浮腫が出現し近医を受診し
た。難治性浮腫のため採血、CT検査が行われ、甲状腺機能、肝機能および腎機能正常内、
腹部に腫瘤性病変を認めなかった。血圧 150/84 mmHg、NT-proBNP 404 pg/mlと上
昇あり、X日よりアムロジピン 5mg、テルミサルタン 40mg、スピロノラクトン 25mg
が開始となった。X＋7日、心機能精査目的で当院へ紹介となった。病歴聴取し体重は2
か月で47 kg→57 kgと10 kg増加したことを確認した。心エコーでは、LVDd/Ds＝45 
mm/26 mm、LVEF＝72%、LVOT TVI＝25.4 cmと高拍出状態であることが示唆された。
飲酒習慣はなく食欲旺盛であるが、高拍出状態であることから脚気の可能性も考慮しビタ
ミンB1も追加測定した。X+14日、心内圧測定を含めて精査加療目的に入院、この時点で
ビタミンB1は23 ng/mL（正常 24 ～ 66 ng/mL）と低値であることが判明していた。心内
圧測定を行ったところ、右房圧 9 mmHg、肺動脈圧 39/13/（25）mmHg、肺動脈楔入圧 
15 mmHg、心拍出量（8.4 L/分）は増加、末梢血管抵抗（813 dynes・sec・cm-5）は低下
の所見であった。以上より湿性脚気が示唆され、同日フルスルチアミン 100 mg静脈注射
したのち、翌日より75mg/日内服を開始した。体重は、入院時56.6kg→7日後 50.8 kg
と減少、下肢浮腫は劇的に改善、NT-proBNPは正常化、前医からの降圧剤、利尿剤は終了
した。病歴再聴取により、3食のうち2食は白米大盛2杯の炭水化物を中心とした食事内容
であることが判明し、栄養指導を行い退院となった。浮腫原因の鑑別診断としてビタミン
B1欠乏症を認識しておく必要がある。
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P1-106-1
重症心身障害者病棟におけるLINEアプリを活用した家族支援の導入
茨∙豊子（いばら∙とよこ）、藤林∙菜月（ふじばやし∙なつき）、渡部∙正彦（わたなべ∙まさひこ）、川久保∙幸代（かわくぼ∙さちよ）

NHO 兵庫中央病院療育指導室

【はじめに】新型コロナウイルス感染症により面会方法に制限がかかり、第5類へ以降後も
面会時間や頻度が限られている。以前のような面会ができない中、父母の会より動画配信
で患者の様子を伝えてほしいと要望があり、ICT機器とLINEを用いた家族支援を開始した
ので報告する。

【対象】LINEでの動画送信・配信を希望する31家族
【内容】
1）行事（誕生会、節分会、ひなまつり会）や日中活動の患者の様子を動画撮影し、希望家族
にLINEで送信する。頻度は月1回程度。
2）クリスマスと七夕の行事の様子をLINEミーティングで希望家族に生配信する。

【結果】動画希望者全員に月1回の頻度で送信できており、家族からは「なかなか面会ができ
ず面会時間も短いので動画で会えると安心する」「自然の姿を見られてよかった」など好評
の声が聞かれている。クリスマス会の生配信では10家族が希望。小グループで実施し、1
回につき動画希望者を1 ～ 2人とし対象者にスポットを当てて配信した。実施後、活動全
体の様子も見たいとの声が聞かれたため、七夕会では集団で活動を行っている場面も設定
する。

【考察】この取り組みによって、患者の表情変化や動きを音声とともに家族に伝えることや
日中活動の内容を家族にも感じてもらうことができたと考える。また、高齢や遠方のため
面会に来ることが難しい家族にとっても有意義な支援となっている。試行錯誤を繰り返し
ながら継続した支援となるように取り組んでいるが、動画撮影方法や配信手順の明確化が
課題である。また、動画配信を希望されていない家族が一定数おられるため、動画配信以
外の家族支援方法についても検討を重ねていく必要がある。

P1-105-7
多職種を交えた集団教育前後における心不全患者のセルフケアに関する研究
喜多∙真子（きた∙まこ）1、矢川∙広美（やがわ∙ひろみ）1、橋口∙美紀（はしぐち∙みき）1、濱∙洋介（はま∙ようすけ）1、
河野∙大希（かわの∙たいき）1、川崎∙恵梨（かわさき∙えり）1、秋永∙優子（あきなが∙ゆうこ）2、下村∙光洋（しもむら∙こうよう）1

1NHO 嬉野医療センター循環器内科心臓血管外科、2NHO 佐賀病院内科

【背景】A病棟では、看護師により心不全患者に生活指導を実施しているが、指導後のセル
フケア行動に上手く繋がっていないことが課題であった。患者の自己管理能力向上を目的
に、多職種と協働した心不全集団教室の効果を明らかにし、今後の指導に活かしていきた
いと考えた。【目的】心不全患者に対する心不全教室受講後の効果と課題を抽出する。【方法】
同意を得られた高齢慢性心不全患者12名対象に、自己管理に対する理解度を高齢慢性心不
全患者のセルフケア評価尺度（以下セルフケア評価尺度）を用いたアンケートを、心不全集
団教室受講前と退院後に実施した。【結果・考察】セルフケア評価尺度では、心不全教室前後
で「必要な知識と実践」「生活の中で獲得される管理の習慣化と継続」「身体徴候の変化に
対する認識と対応」「自ら獲得する支援体制」の4因子全てが平均点上昇し有意差を認めた。
細分化した30項目では、「自己で心不全症状に気づく」「生活習慣を振り返る」を含めた4
項目に有意差を認めた。一方、「適切な運動量」「適切な体重」を含めた8項目が優位差は認
めらなかった。これは「必要な知識と実践」因子となる項目の5項目を占めていた。自由記
載では、「患者同士のコミュケーションで理解を深めることが出来た」と回答しており、患
者同士のコミュケーションにより意識が高まったと考える。【結語】1．多職種による指導は
知識の習得と退院後のセルフケア行動変容に効果的であった。2．セルフケア評価尺度の効
果が得られなかった8項目が集団教育の課題であり個別介入の重要性も示唆された。3．患
者間のコミュケーションの場となり意識を高めることに効果がある。

P1-105-6
心不全面談後の患者・家族のセルフケアの実際と抱える思い
松尾∙知咲（まつお∙ちさき）1、米倉∙ひかる（よねくら∙ひかる）1、川崎∙恵梨（かわさき∙えり）1、秋永∙優子（あきなが∙ゆうこ）2、
山下∙達矢（やました∙たつや）1

1NHO 嬉野医療センター循環器内科心臓血管外科、2NHO 佐賀病院内科

【背景】心不全の再入院を繰り返す患者を対象に、外来で心不全面談（以下　面談）を行って
いる。面談を行っている患者・家族のセルフケアの実際や抱える思いを知ることで課題や
今後のセルフケア支援の示唆を得たいと考えた。【目的】心不全患者・家族のセルフケアの
実際や、抱えている思いを明らかにし、患者・家族に寄り添った支援に繋げることができる。

【方法】面談を行っている心不全患者4名と家族4名に半構造化面接を行った。質的帰納的
で分析し逐語録からセルフケアの実際に関する語りと抱えている思いに関する語りをコー
ド化し、意味内容の類似性によって分類、コアカテゴリー化した。【結果】セルフケアの実
際は「個別性のある自己管理の実践方法優先順位の決定、自分なりの工夫」「自己管理を継
続する上で困難と感じる経験や葛藤」「自発的な受診や入院に至る症状の未経験」「苦痛経
験から得た対処行動」の4つのコアカテゴリーであった。抱える思いは「医療者との関わり
による自己管理の意欲向上と安心感の獲得」「医療者に対する要望や期待」「病気の自覚を
もち、主体的に自己管理することへの期待」「自己管理に対する受け身で楽観的な思い」「心
不全症状を抱えながら生活する患者の大変さを理解することの難しさと心不全の増悪に対
する心配」「制限が多く自由に生活できない歯がゆさと家族からの支援に対する負担感」の6
つのコアカテゴリーであった。【結語】1．面談が自己の振り返りの場となり、セルフケアの
実際に繋がっていた。2．患者・家族ともに心不全増悪に対する心配を抱えていた。3．患者・
家族は自己管理に対し受け身で楽観的な思いがあり、医療者に期待を求めていた。

P1-105-5
当院で経験した非典型的たこつぼ症候群の2症例
小林∙翔太（こばやし∙しょうた）、岡島∙裕一（おかじま∙ゆういち）、木村∙明香里（きむら∙あかり）、木根∙佑奈（きね∙ゆうな）、
高橋∙広軌（たかはし∙ひろのり）、山本∙明日香（やまもと∙あすか）、福岡∙雅浩（ふくおか∙まさひろ）、森田∙有紀子（もりた∙ゆきこ）

NHO 相模原病院循環器内科

たこつぼ症候群は、冠動脈の支配領域に一致しない一過性の左室壁運動異常を呈する疾患
として知られているが、代表的な心尖部型のたこつぼ症候群だけでなく複数の亜型が報告
されている。今回、当院で亜型と考えられる非典型的たこつぼ症候群の2症例を経験したた
め、文献的考察を加えて報告する。症例1：69歳男性、自宅で倒れているところを発見さ
れ救急搬送、脱水・多発褥瘡および敗血症性ショックの診断で他院より転院搬送となり集
中治療室へ入院した。人工呼吸器管理および血行動態維持のため高用量の昇圧剤投与を要
していたが、第3病日に持続性心室頻拍発作が出現し、電気的除細動後に心電図で下壁誘導
のST上昇所見を認め、急性冠症候群（ACS）疑いとして緊急心臓カテーテル検査を施行した。
冠動脈に有意な病変はなく、左室造影検査で心室中部に限局した左室壁運動低下所見を認
め、心室中部型のたこつぼ症候群の診断となった。第14病日に慢性期病院へ転院となった。
症例2：65歳女性、1週間前に長年連れ添ったペットと死別し精神的ショックを受けていた。
胸背部痛を主訴に近医を受診し、トロポニンT陽性のため当院紹介となった。心電図で下壁
誘導のわずかなST上昇所見を認め、ACS疑いで緊急心臓カテーテル検査を施行した。冠動
脈に有意な病変はなく、左室造影検査で心尖部寄りの側壁領域に局所壁運動低下所見を認
めた。最大CK ／ CKMBは323/32IU/Lと軽度上昇のみであった。第4病日にBMIPP心筋
シンチグラフィー検査を施行し、同部位に一致した心筋脂肪酸代謝障害を認め、局所型の
たこつぼ症候群の診断となった。症状は自然軽快し、第7病日に退院とした。
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P1-106-5
成長発達期における児の夏あそびを実施して
宮谷∙智子（みやたに∙ともこ）1、菊池∙知耶（きくち∙ちや）1、森谷∙晃壮（もりたに∙こうそう）2、須内∙留美子（すのうち∙るみこ）1

1NHO 愛媛医療センター療育指導室、2NHO 愛媛医療センター小児科、 
3NHO 広島西医療センター療育指導室、4NHO 愛媛医療センター療育指導室

はじめに子どもは、日々の遊びの体験から多くを学び、心身ともに成長をしていく。これ
までは発育・発達を促すことを目的に「プールあそび」や「しゃぼん玉あそび」などを実施し、
感覚刺激や季節感を味わいながら楽しい時間を過ごしてきた。令和5年度は季節感を味わ
いながらも日常的には触れる機会がない生わかめやジュエルポリマー、石などの感触あそ
びを取り入れた「夏あそび」の保育活動を実施した。今回、これらの実践をまとめることで、
成長発達期における児の保育に対する理解を深めることができると考え、考察を交えて報
告する。対象及び方法〈対象〉令和5年度は未就学児を対象とした「ぴよちゃんクラブ」3名、
学童期を対象とした「キッズクラブ」1名で実施。〈方法〉活動計画書を作成し、それをもと
にプレイルームにて夏あそびを実施。結果活動の中で対象児らは、保育士と一緒に生わか
めやジュエルポリマーの感触に触れ、『自分から生わかめを手に握り、感触を楽しもうとす
る姿』や『顔の近くまで持っていき、ずっと見つめる様子』など、普段の保育とは違った個々
の表出・反応が見られた。考察今回、日常的には触れる機会がない生わかめやジュエルポ
リマー、石などの感触あそびを取り入れた夏あそびを通して、医療的ケアが必要な発達期
における児も季節感を味わいながら成長・発達を促すことに繋がったと考える。結論今回
の「夏あそび」のように集い、保育活動の幅を拡げていくことで、発達期における児の日中
の楽しみがさらに増えると感じた。今後も一人ひとりに寄り添った保育活動を充実するこ
とで、成長や発達を促していきたいと考える。

P1-106-4
医療型短期入所中における日中活動支援の実践
須内∙留美子（すのうち∙るみこ）1、菊池∙知耶（きくち∙ちや）1、森谷∙晃壮（もりたに∙こうそう）2、成行∙麻弥（なりゆき∙まや）1、
宮谷∙智子（みやたに∙ともこ）1

1NHO 愛媛医療センター療育指導室、2NHO 愛媛医療センター小児科、 
3NHO 広島西医療センター療育指導室、4NHO 愛媛医療センター療育指導室、 
5NHO 愛媛医療センター療育指導室

【はじめに】人工呼吸器や胃瘻等の医療的ケアを行いながら自宅で生活をする児が増える中、
短期間、施設に入所して過ごす医療型短期入所（以下ショートステイ）の必要性が高まって
いる。当院では、令和5年10月よりショートステイ利用児（未就学児）に対し、保育活動を
開始した。これまでの実践及び経過を報告する。【目　的】1.遊びを通して発達を促す。2.不
安やストレス等の軽減を図る。【対　象】当院ショートステイ利用児（未就学）8名。【活動時間】
1.12：20 ～ 12：40　2.12：40 ～ 13：00（1回一人あたり20分間）【介入までの流れ】1.家
族に『日中活動支援』希望の有無を確認。2.相談事業所に日中活動を提供することを「サー
ビス等利用計画」に記載依頼。3.日中活動支援計画書を作成。支援開始時に計画書を提示（6
か月に1回見直し・モニタリング・評価）。【介入方法】ショートステイ利用予定表をもとに
保育計画表を作成。保育士、児童指導員（令和6年4月より保育士のみ）で実施。【活動内容】
読み聞かせ、楽器遊び、季節遊びや制作等。【経過及び結果】これまでショートステイ期間
中はベッドでじっと時間が過ぎるのを待つばかりの『持て余した時間』を過ごしていた児に
とって保育の介入は、喜びや楽しさを分かち合える有意義な時間となった。家族からも児
の表情の変化や様子等について喜びの声が聞かれた。【考　察】ショートステイ利用中の遊
びは多くの経験を重ね、豊かな時間を過ごす事に繋がった。また、医療型短期入所施設に
求められている役割の一つに「発達支援・成長支援」があり、ショートステイ利用中の保育
の介入は医療的ケア児のQOLの向上に寄与できると考える。

P1-106-3
壮年期の重症心身障害者におけるトーキングエイドを活用したコミュニ
ケーション
大川∙雄己（おおかわ∙ゆうき）、佐合∙和美（さごう∙かずみ）

NHO 長良医療センター重症心身障害者病棟

【はじめに】重症心身障害者は、重度の知的障害と肢体不自由が重複しているため、自身の
希望や思いを十分に表現することが困難である。今回、介護計画を通して、多少の言語理
解があり表情や発声による表現が可能な壮年期の重症心身障害者に積極的にトーキングエ
イドの使用を促すことによって、職員や物の名前の入力が可能であることが分かった。さ
らに継続使用することで、患者が言葉の意味を理解し、自分で考えて文字入力ができるよ
うになった事例を報告する。【目的】壮年期の重症心身障害者におけるトーキングエイドを
活用したコミュニケーションの効果を振り返る。【結果】トーキングエイドの使用が定着し
ていない時期は、思うように文字入力ができなかった。使用回数を重ねることによってス
ムーズな文字入力とともに、患者の思いの表出が増えていった。【考察】今回、毎日同じ方
法でトーキングエイドによるコミュニケーションを継続することによって、患者は言葉の
意味を理解し、トーキングエイドを使いこなせるようになった。それは患者にとって、トー
キングエイドが自身の伝えたい内容を表現し、相手と意思疎通が可能なコミュニケーショ
ンツールであると理解できたからであると考える。患者に合わせたコミュニケーションツー
ルを活用し、積極的にコミュニケーションを図ることは患者が言葉の意味の理解を深め、
自身の思いを表出することに繋がる。患者の思いを知ることにより少しでも患者の生活の
質向上に繋げることができると考えられる。

P1-106-2
オンラインを活用した日中活動支援意見交換会を実施して－九州グループ
主任保育士会の取り組み―
和才∙裕子（わさい∙ひろこ）1、高木∙美緒（たかき∙みお）2、大迫∙絵美（おおさこ∙えみ）3

1NHO 福岡病院療育指導室、2NHO 東佐賀病院療育指導室、3NHO 南九州病院療育指導室

【はじめに】
九州グループ主任保育士会では、コロナ禍で日中活動支援に関する問題や課題解決の一助
となるよう、2022年度よりオンラインを活用して「日中活動支援意見交換会」（以下意見交
換会）に取り組んでいる。コロナ禍を経験して、施設内だけでなく九州グループ全体の保育
士と共同で取り組みや情報交換を行うことで意見交換会の意義を確認でき、また様々な課
題も見えてきた。今回、参加者にアンケート調査を行い、意見交換会の意義について考察
したので報告する。

【目的】
日中活動支援意見交換会の参加者アンケート結果から意見交換会の意義と課題を考察する

【方法】
1）調査期間：2024年1月30日～ 2月8日
2）意見交換会に参加した保育士39名にアンケート調査の実施

【結果】
開催頻度、時間についてはそれぞれ適切だったとの意見が90％以上だった。参加者からは

「オンライン実施がよい」「少数グループで意見が言いやすかった」「アイディアが広がる貴
重な時間となった」と肯定的な意見が多数だった。また、「参加調整が難しかった」「業務負
担になっていないか気になった」などがあった。

【考察】
意見交換会により、コロナ禍で希薄になった他施設保育士との横のつながりを持つ機会と
しては有効であった。また、感染対策のため制限された中での日中活動の悩みや課題の共
有の場ともなった。オンラインという新たな手段が確立したことで、交流の方法も多様に
なったと考える。今後も形を変えながら、その時々のニーズに合わせ、交流や学びの場を持っ
ていきたい。



496

P1-107-2
低リン血症が見逃されていたFGF23関連低リン血症性くる病の一例
相澤∙舞（あいざわ∙まい）、朝戸∙信家（あさと∙のぶいえ）、川本∙咲美（かわもと∙えみ）、藤井∙雅行（ふじい∙まさゆき）、
呉本∙直樹（くれもと∙なおき）、大西∙卓磨（おおにし∙たくま）、比留間∙昭太（ひるま∙しょうた）、川見∙愛美（かわみ∙まなみ）、
西袋∙剛史（にしぶくろ∙たけし）、尾崎∙桂子（おざき∙けいこ）、秋山∙奈緒（あきやま∙なお）、漢那∙由紀子（かんな∙ゆきこ）、
富田∙瑞枝（とみた∙みずえ）、仲澤∙麻紀（なかざわ∙まき）、真路∙展彰（しころ∙のぶあき）、上牧∙勇（かみまき∙いさむ）

NHO 埼玉病院初期臨床研修医

【はじめに】小児の血清PやALPは成人と比べると高値である. 一方で電子カルテでは成人
の基準値に基づいているため小児の異常値が正常とされることがある. 今回, 低身長を主訴
に来院し, 電子カルテ上では正常だが後に見直すと低P血症があったためFGF23関連低リ
ン血症性くる病の診断に至った一例を報告する. 【症例】低身長で当院を紹介受診した3歳4
か月女児. 受診時の身長は86 cm（-2.32 SD）で成長率は保たれていた. 低身長の家族歴は
なく, O脚は認めなかった. 血液検査ではIP 2.7 mg/dL, Ca 10.1 mg/dL, ALP（IFCC法）
635 U/L, GH 12.5 ng/mL, IGF-1 99 ng/mL, FT3 3.81 pg/mL, FT4 1.03 ng/dL, TSH 
2.5 μIU/mLだった. 核型は46,XXだった. 尿検査では％ TRP 86.5%, FENa 0.2%, β
2MG 169 μg/Lだった. 単純X線像では, 肋骨念珠は認めず, 手関節でcuppingと骨皮質
の非薄化を認めた. 高ALP血症とX線像でのくる病所見を認めたため追加した検査でPTH-
intact 16 pg/mL, 25-OHビタミンD 14.5 ng/mLであり、ビタミンD欠乏性くる病を疑っ
た. その後低リン血症に気づき測定したFGF23は76.6 pg/mLであり, FGF23関連低リン
血症性くる病と診断した. 3歳8か月の単純X線像にて膝関節のfrayingを認めた．3歳9か
月からブロスマブで治療開始し, 4歳4か月では成長率の明らかな改善はないが, 単純X線
像にて手関節, 膝関節のくる病所見が改善した. 血液検査では血中P濃度は, 3歳11か月で
3.5mg/dL, 4歳4か月で3.4mg/dLと上昇し安定した濃度を維持している. 【結論】電子カル
テでは成人の正常値に基づいて判定されるため, 小児では年齢によりPの基準値が異なるこ
とを念頭に置いて判断すべきである.

P1-107-1
演題取り下げ

P1-106-7
重症心身障害者病棟における日中活動支援強化の取り組み～コッターの組
織変革理論を用いて～
石崎∙光弘（いしざき∙みつひろ）、飯沼∙忍（いいぬま∙しのぶ）、廣田∙智恵（ひろた∙ちえ）、岸添∙有喜子（きしぞえ∙ゆきこ）

NHO 兵庫中央病院看護部

【はじめに】病棟で実施する日中活動支援は、看護師・療養介助職にとって患者に特に提供
したいサービスの一つであるが日常生活支援が優先され省略されやすい状況があった。今
回、コッターの組織変革理論を用いて日中活動支援の強化に取り組んだ。【活動内容】令和5
年6月より日中活動支援チームを中心に活動を開始。遠城寺式発達段階評価をもとにした支
援計画の周知、業務整理による支援時間の確保、電子カルテの実施記録の徹底と記録簿の
作成による実施状況の見える化、具体的な支援時間の設定を行った。また、活動を通して
スタッフの意識がどのように変化したか調査した。【結果】実施した支援内容の主なものは
玩具遊び41％、絵本17％、散歩13％であり、支援回数は4月31回から、12月には249
回に増加した。生活援助中心患者の支援178回に対し医療度が高い患者には71回と実施回
数に差があった。職員の意識調査では、活動開始後多くの職員が「活動開始後に患者と関わ
る時間が増えた」、「患者がとても嬉しそうに見える」、「患者の反応を見てとても嬉しい」と
回答し、さらに「もっと積極的に支援を実施したい」という意見が多かった。令和6年度は
実施した内容を個別支援計画の実施報告書に追加した。【考察】日中活動支援が増加した要
因は変革チームの活動と業務整理による時間確保によるものと考える。また実施状況を記
録し一覧で成果が確認できるようにしたことで職員のモチベーションアップに繋がりさら
なる変革に繋がると考える。【まとめ】今後は家族・後見人に報告することで、患者だけで
なく家族にとっての満足度向上に繋げると共に、医療度が高い患者への支援強化に努めて
いきたい。

P1-106-6
「季節湯」を取り入れた入浴を実施して～日常生活に季節感と楽しさを～

佐久間∙あずさ（さくま∙あずさ）、小野寺∙令身（おのでら∙はるみ）、山本∙真美（やまもと∙まみ）、奥寺∙信絵（おくでら∙のぶえ）、
佐伯∙美保（さえき∙みほ）、鈴木∙遥香（すずき∙はるか）、土肥∙守（どい∙まもる）

NHO 釜石病院小児科療育指導室

【はじめに】当院重症心身障がい病棟では、コロナ禍で外出等を楽しむ機会が減少する中、
週2回の入浴支援中に、衣服等の束縛から解放され、季節を感じ、心地よく楽しい入浴時間
の取り組みを保育士で検討し、旬の植物を湯船に浮かべて楽しむ日本古来の入浴文化「季節
湯」に着目し、令和5年度に計4回の実施を試みたので経過を報告する。【方法】企画内容を
主治医に相談し許可を得て、12ある季節湯の中から、菖蒲湯（5月）桃湯（7月）ゆず湯（12月）
大根湯（2月）の4つを選び実施計画を立てた。病棟師長/スタッフへ実施の旨を報告し協力
を依頼、浴槽へ入れる物は、自然由来の入浴パックとした。保育士が浴室に「湯の効能」表
示や「看板」「装飾」などを設置、当日スタッフには、使用する物・方法を説明し協力を得た。【結
果】年4回の実施後、病棟スタッフにアンケートを実施し、実施上の大きな問題はなく、入
浴中の利用者の表情が普段より良いと答えたスタッフが8割近くあり、スタッフにも好評で
あった。【考察】利用者にとって入浴は、衣類やおむつなどから解放され、各種の欲求を満
たす大切な時間であると考えられ、「季節湯」の取り組みで、日常生活に季節感と楽しみを
加えることができた。さらに、当院の活動コンセプトの「楽しいか」に沿った大脳辺縁系に
働きかける活動として、利用者の「楽しみ」の一つを見いだせたと考えられた。【さいごに】「季
節湯」による入浴環境の設定で、普段の入浴とは異なる「楽しみ」を利用者に提供することが
出来た。今後も日常生活をより豊かにできるものを探り、工夫を加えながら提供していく
方向で検討していきたい。
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P1-107-6
Wernicke野をてんかん原性領域に含む薬剤抵抗性てんかんに対する焦点
切除術の切除範囲に苦慮した一例
谷口∙裕太郎（たにぐち∙ゆうたろう）、西口∙奈菜子（にしぐち∙ななこ）、石川∙太郎（いしかわ∙たろう）、池田∙憲呼（いけだ∙のりこ）、
本田∙涼子（ほんだ∙りょうこ）、佐藤∙和明（さとう∙かずあき）、後藤∙純寛（ごとう∙よしひろ）、小野∙智憲（おの∙とものり）、
本村∙秀樹（もとむら∙ひでき）

NHO 長崎医療センター小児科

【背景】脳の発達期にある小児では、てんかんは発作だけでなく発達にも影響を与えるた
め、薬剤抵抗性の場合は早期にてんかん外科治療を検討する必要がある。今回、Wernicke
野を含む領域に発作焦点を持ち、切除範囲の決定に苦慮した1例を経験したので報告す
る。【症例】3歳8 ヶ月女児。左側頭葉を焦点とする薬剤抵抗性てんかんに対し、てんかん
外科治療目的に当院紹介受診した。発作は焦点起始発作を10回/日ほど認めた。発作時脳
波では左側頭部起始が疑われた。頭部MRIでは左上側頭回から側脳室にかけて、皮質形成
異常を疑う所見があり、発作時SPECT、SISCOMで同部位の血流増多を認めた。PETでは
Wernicke野を含む左側頭葉に広く機能低下部位を認めた。発達検査では受容言語発達遅
滞を認めた。検査結果より、Wernicke野を含む領域にてんかん原性領域があり、焦点切
除切術により失語に至るリスクが極めて高いと予測された。しかし、手術を行わない場合
でもてんかんの影響による言語機能低下が予想された。年齢から脳の可塑性を期待できる
残り時間は少ないと考え、早期に手術を行う方針とした。【結語】発作軽減によるQOL上昇
が術後の機能喪失のリスクを上回る場合には手術が考慮される。とくに言語野においては
手術による機能喪失のリスクを最小限にしつつ発作消失の効果を最大限得るための切除範
囲を決定する必要がある。長崎県内の小児科、脳神経外科、脳神経内科が参加するてんか
んカンファレンスで症例を検討し、硬膜下電極留置を行い慎重に切除範囲を決定した。

P1-107-5
複雑型熱性けいれんにおける脳波異常の特徴に関する検討
井上∙拓志（いのうえ∙たくし）1、竹内∙章人（たけうち∙あきひと）1、藤原∙進太郎（ふじわら∙しんたろう）2、
西村∙佑真（にしむら∙ゆうま）2、金光∙喜一郎（かなみつ∙きいちろう）2、樋口∙洋介（ひぐち∙ようすけ）2、
古城∙真秀子（ふるじょう∙まほこ）2、清水∙順也（しみず∙じゅんや）2

1NHO 岡山医療センター小児神経内科、2NHO 岡山医療センター小児科

熱性けいれんは小児医療において高頻度に出会う疾患のひとつである。子どもの発作が家
族に与える心理的負担は大きいが、医療者は予後良好な疾患であることを丁寧に家族に説
明し、エビデンスに基づいて不要な医療的介入を避けつつ対応することが求められる。こ
うした流れのなか、熱性けいれんの診療において従来行われてきた脳波検査の意義が問い
直されてきた。「熱性けいれん（熱性発作）診療ガイドライン2023」では、過去の文献にお
いて熱性けいれんの小児の13-45％に脳波異常が認められ、脳波異常を有する症例の数％
から30％程度がてんかんを発症することが報告されてきたこと、また、脳波検査によるて
んかん発症のリスク評価や予後の改善効果については十分なエビデンスがないということ
などが解説されている。そして、「単純型熱性けいれんでは脳波検査をルーチンに行う必要
はない」としている。現在、熱性けいれんにおける脳波検査は複雑型熱性けいれんの症例を
中心に、個別にてんかんの発症リスクを評価しつつ行われていると思われるが、複雑型熱
性けいれんは熱性けいれん全体の30-40％を占めるため、検査を検討すべき症例は現在も
少なくない。また、熱性けいれんの脳波についての過去の文献は、脳波異常の分類法が統
一されていないために結果が大きく異なるという問題があり、熱性けいれんの脳波の一般
的特徴をつかみづらくさせている。当院では2017年から2020年の期間、「複雑型熱性け
いれんは原則として脳波検査を行う」という方針で診療を行った。この期間の脳波データを
分析し、複雑型熱性けいれんにおける脳波所見の特徴および臨床的事項との関連性につい
て報告する。

P1-107-4
急性中耳炎にS状静脈洞血栓症を合併した6歳女児例
田村∙茉友香（たむら∙まゆか）1、尾﨑∙桂子（おざき∙けいこ）1、手塚∙舞花（てづか∙まいか）1、市川∙恵子（いちかわ∙けいこ）1、
阪本∙えりか（さかもと∙えりか）1、相澤∙魁人（あいざわ∙かいと）1、比留間∙昭太（ひるま∙しょうた）1、川見∙愛美（かわみ∙まなみ）1、
郁春∙アセフ（いくばる∙あせふ）1、片岡∙貴昭（かたおか∙たかあき）1、西袋∙剛史（にしぶくろ∙つよし）1、秋山∙奈緒（あきやま∙なお）1、
漢那∙由紀子（かんな∙ゆきこ）1、富田∙瑞枝（とみた∙みずえ）1、朝戸∙信家（あさと∙しんや）1、仲澤∙麻紀（なかざわ∙まき）1、
真路∙展彰（しころ∙のぶあき）1、神服∙尚之（はっとり∙なおゆき）2、上牧∙勇（かみまき∙いさむ）1

1NHO 埼玉病院小児科、2NHO 埼玉病院脳神経外科

【はじめに】急性中耳炎の頭蓋内合併症に, S状静脈洞血栓症が挙げられる. S状静脈洞血栓
症は静脈性脳梗塞や脳出血を引き起こし、麻痺などの後遺症を残しうるため, 早期診断, 早
期介入が必要である. 今回, 内科的治療により後遺症なく治癒した急性中耳炎に合併した静
脈洞血栓症の1例を経験したため報告する.【症例】6歳女児. 受診前日より左耳痛, 頭痛, 嘔
吐が出現し, 近医耳鼻咽喉科を受診した. 左急性中耳炎と診断され, 鼓膜切開を受けたが, そ
の後も症状改善なく当院に紹介受診した. 受診時, 頭痛に加えて嘔吐・活気不良があり, 中
耳炎に伴う頭蓋内合併症の存在を考慮し頭部CTを実施した. CTで左鼓室内・乳突蜂巣・副
鼻腔内に軟部陰影を認め, 左急性中耳炎・乳突蜂巣炎・副鼻腔炎の合併と診断した. また, 
左S状静脈洞中心部に低～高吸収域を認め, 静脈洞血栓症が疑われた. 頭部MRIでは, T2WI
でCTに一致して異常信号域を認め, 左S状静脈洞血栓症と診断した. 入院後, 頭蓋内感染に
対してSBT/ABPCの投与を高用量で開始した. さらにヘパリンによる抗凝固療法を開始し
た. 入院翌日には症状消失し, 活気も改善した. 入院6日目のMRIで血栓縮小, 左S状静脈洞
の再開通を確認した. 抗菌薬投与を8日間, 抗凝固療法を7日間行い, 入院8日目に退院とし
た. 【考察】本症例では通常の中耳炎と比して症状が強く, 活気不良や嘔吐も呈していたため, 
頭蓋内合併症を疑い画像検査を実施した. 広域抗菌薬の投与, 抗凝固薬による治療を行い後
遺症なく改善した. 急性中耳炎で嘔吐を伴う頭痛などを呈する場合には頭蓋内合併症として
S状静脈洞血栓症の可能性を考慮すべきである．

P1-107-3
肥満による中学生以降の脂肪肝の現状
内田∙則彦（うちだ∙のりひこ）1、澁澤∙裕史（しぶさわ∙ひろし）1、村澤∙玲奈（むらさわ∙れいな）1、沢登∙恵美（さわのぼり∙えみ）1、
北澤∙里奈（きたざわ∙りな）2、竹内∙豊（たけうち∙ゆたか）2

1NHO 甲府病院小児科、2NHO 甲府病院研究検査科

脂肪肝は成人になってから発症・進行するものと思われがちだが、小児でも高度肥満では
ほぼ全例に脂肪肝が確認され、軽度肥満や幼少期にもすでに散見されており、早期発見に
は腹部内臓脂肪蓄積の評価となる腹囲測定が重要であることを昨年の総合医学会で報告し
た。小学生では学年とともに肥満出現率が上昇するが、中学生では減少に転ずる。今回は
中学生の脂肪肝の発症状況と肥満度や腹囲との関係について検討したので報告する。
2013年以降、当院小児科外来に肥満、肝機能障害などで受診した男児83名、女児43名
を対象とした。肥満度および身長別平均腹囲からの隔たり（％腹囲）を算出した。血液検
査、腹部超音波検査は初診時または空腹時に実施した。対象者のうち中学生は男子19名
女子10名で平均肥満度は男子40.8％、女子47.4％だった。脂肪肝は中学生男子の18例

（94.7％）、女子8例（80.0％）に確認された。脂肪肝で肥満度が40％以上だったのは男子
11例（61.1％）、女子4例（50.0％）で小学生より少なかった。％腹囲が30％以上だったの
は男子15例（83.3％）、女子では8例全例だった。
小学生に比べて軽度～中等度肥満での脂肪肝発症例が多かった。％腹囲は中学生でも内臓
脂肪蓄積とともに脂肪肝のチェックに有用だった。中学生では身体活動が活発となり健康
状態が安定して受診機会も減り、肥満や肥満に伴う健康障害についての認識は乏しい。メ
タボリック症候群への進行を防ぐためにも、腹囲の正しい評価の普及が必要と思われる。
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P1-108-4
認知症ケアラウンドにおける非薬物療法の取り組みと効果について
千坂∙容子（ちさか∙ようこ）1、山崎∙浩（やまさき∙ひろし）1、西田∙勝也（にしだ∙かつや）1、松下∙直樹（まつした∙なおき）1、
壺阪∙直子（つぼさか∙なおこ）1、藤原∙真紀子（ふじわら∙まきこ）2、大崎∙香扶里（おおさき∙かほり）1

1NHO 兵庫中央病院筋ジストロフィー、2NHO 兵庫中央病院脳神経内科、 
3NHO 兵庫中央病院脳神経内科、4NHO 兵庫中央病院地域連携室、5NHO 兵庫中央病院薬剤部

【はじめに】当院では2016年に認知症ケアチームが発足し、2023年に非薬物療法で介入し
た患者数は236名である。積極的にリアリティ・オリエンテーションを実施した患者数は
81名、ハンドタッチングケアやネイルケアを行った患者数は46名、音楽療法を実施した
患者数は10名、光療法を実施した患者数は19名となる。それぞれの取り組みと効果につ
いて報告する。【取り組み】HDS-R、MMSE、実施前後の脈拍数、きかれた言葉、表情、仕草、
睡眠状態、NPI-Qを用いて評価する。【効果】リアリティ・オリエンテーションは、時計や
カレンダーの設置を促し、外の景色を見ることで「時間や場所が分かりやすくなった」との
言葉がきかれ、HDS-R、MMSEの数値改善に繋げることが出来た。ハンドタッチングケアは、
ラベンダーのハンドクリームを用いて実施。「良い香りがします」との言葉がきかれ、実施
後に脈拍が低下。さらにネイルケアを実施すると脈拍が低下し、精神状態の安定に繋げる
ことが出来た。音楽療法は、一緒に歌を歌われることがあり、実施後に脈拍低下がみられ、
リラックス効果に繋げることが出来た。光療法は、虫の鳴き声を聞いたり、外気に触れる
ことで季節を感じることができ、時間の感覚を取り戻すことが出来た。【考察】非薬物療法
は会話しながら実施することで回想法にも繋げることが出来る。多職種の意見を取り入れ、
積極的に実施することで、より良い効果が得られることから、チームでの活動が非常に重
要である。

P1-108-3
認知症疾患医療センター運営のピア活動に関する研究
森∙真菜美（もり∙まなみ）、辻∙知佳（つじ∙ちか）、森口∙裕子（もりぐち∙ゆうこ）、濱仲∙直子（はまなか∙なおこ）、
中井∙國雄（なかい∙くにお）、西林∙宏起（にしばやし∙ひろき）

NHO 南和歌山医療センター認知症疾患医療センター

【問題と目的】2021年度に認知症疾患医療センター運営事業実施要綱が改正され、診断後等
支援機能にかかる取組として、認知症の人や家族によるピア活動や交流会の開催等が明確
化された。当院は2022年よりピア活動を定期開催している。活動プログラムは回ごとに設
定し、語り合いの場のほかレクリエーションや講演等も組み込んでいる。本研究ではピア
活動の参加者および運営スタッフ双方から活動を評価し、今後の方向性を検討する。【方法】
2023年6月－2024年3月にピア活動に参加した認知症本人の家族を対象に、各回の活動
後アンケート調査を実施。全5回のピア活動には8組の家族が参加した。当事者の年齢層は
60－80歳代で、配偶者や子から回答を得た。アンケート調査項目は、「認知症の人と家族
の一体的支援プログラム」の効果測定に用いられている、家族からのプログラム評価（認知
症介護研究・研修仙台センター，2022）を使用。ピア活動の運営スタッフも同様に運営者
のプログラム評価にて事後評価を行い、平均値を比較検討した。またアンケート調査のほか、
ピア活動での認知症本人および家族の語りも分析対象とした。【結果と考察】運営者の評価
は活動プログラムの内容により変動し、語り合いの場を設け参加者が主体的に話せるよう
工夫した回では高値で、ピア活動を効果的に運営できたと捉えていた。一方、家族からの
評価はプログラム内容によらず、第5回を除いて運営者の評価よりも高値を示した。また、
全5回中3回以上参加した5名を抽出し評定値の推移を検討すると、4名で最終評定が初回
評定を上回っていた。運営者側が語り合いの場を意図的に設けずとも、参加者同士の間で
場が醸成されうると考えられる。

P1-108-2
当院におけるレカネマブ診療体制の構築と実践
小尾∙智一（おび∙ともかず）、寺田∙達弘（てらだ∙たつひろ）、高嶋∙浩嗣（たかしま∙ひろつぐ）、杉浦∙明（すぎうら∙あきら）

NHO 静岡てんかん・神経医療センター脳神経内科

【はじめに】2024年2月6日,レカネマブ投与を開始した。静岡市認知症疾患医療センター
である当院のレカネマブ診療体制と投与実績を報告する。【方法】脳神経内科および認知症
専門医を取得している4名（アルツハイマー病についてとアミロイド関連画像異常（ARIA）
の研修済）と、薬剤部、検査科、臨床心理士、リハビリテーション科、放射線科、看護部、
地域連携室、MSW、医事課よりのスタッフによるチーム体制を構築した。浜松PET診断セ
ンターとアミロイドPET連携協定を結んだ。紹介患者は認知症疾患医療センター初診外来
を受診。第1に外来にて血液検査、神経心理検査、画像診断を行い認知機能の重症度分類と
アルツハイマー病連続体（AD）が疑われるかを評価する。第2は初期のレビー小体病や前頭
側頭葉変性症、てんかん性健忘、他との鑑別を行う。ADの場合には、前頭葉型、健忘型、
後頭葉萎縮症等の病型分類を行う。第3はアミロイドPETまたは髄液Aβ42/Aβ40により
アミロイド病理の有無を検討する。以上より、MMSE22-30かつCDR 0.5-1のADと診断
され、ARIA発現の禁忌でなければ、投与の適応ありとする。治療開始には患者本人及び家族・
介護者の、本剤による治療意思を確認することが必須である。【成績】6月時点で20例の投
与を継続している。投与時には静脈投与反応についてチェックし重篤例はない。その後2週
間に一度の点滴投与が継続され、18 ヶ月継続する予定。【考察と結論】レカネマブ投与には
最適使用推進ガイドラインがあり、これを熟知する必要がある。また、薬価算定にも細か
い注意点が記載されている。正確な診断と院内での投与を円滑に行うためにチーム体制の
構築と強化が極めて重要である。

P1-108-1
当院における認知症ケアチームの取り組み
白石∙裕一（しらいし∙ひろかず）1、岩内∙美恵子（いわうち∙みえこ）2、鹿山∙誉史（しかやま∙たかふみ）3、
山川∙正規（やまかわ∙まさき）4

1NHO 長崎病院脳神経内科、2NHO 長崎病院看護部、3NHO 長崎病院地域連携室、 
4NHO 長崎病院内科

当院の入院患者における認知症高齢者の割合は多く、認知症状や周辺症状のため、原疾患
の治療やリハビリテーションへの支障、看護師の患者対応困難、退院調整の遅れなどの問
題が生じている。この問題への対応として、2023年7月より、脳神経内科医師、看護師、
MSWによる認知症ケアチームを立ち上げ、月2回の多職種カンファレンスと薬剤治療によ
る介入を開始した。2023年7月より12月までで、延べ31例（月平均5例）に介入を行った。
症例は、平均年齢84.3歳、男性12例、女性19例で、そのほとんどがアルツハイマー型認
知症と考えられた。認知症ケアチームへの紹介は、内科19例、外科および整形外科12例で、
主な症状は不穏、帰宅願望、頻回のナースコール、頻尿、食思不振であった。薬剤治療は、
睡眠導入薬、認知症薬、抗うつ薬、向精神薬を使用した。約半数で症状の軽快が得られた一方、
死亡4例など予後不良例もみられた。食思不振に対し、リバスチグミンの有効例あり。誤
嚥性肺炎のリスクが高い患者への薬剤対応が困難であった。頻回のナースコールや頻尿に
対する治療は、薬剤のみでのコントロールは難しかったが、環境調整など看護師のケアの
工夫により軽快した症例もみられた。症状は夕方以降夜間にかけて顕在化することが多く、
患者の症状把握、薬剤調整には看護師からの情報収集が非常に重要であった。当院には精
神神経科医師が不在であるが、認知症ケアチームが介入することで対応できるようになっ
てきている。今回の経験を活かし、チーム医療の質をより高めていきたい。
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SL1
ウェルビーイングと心理的安全性 ―幸せな働き方入門―
前野∙隆司（まえの∙たかし）1,2

1慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科、2武蔵野大学ウェルビーイング学部

ウェルビーイング（幸せ、健康、心と体のよい状態）と心理的安全性の基礎について述べる。
まず、幸せ（well-being and happiness）の定義について述べたのちに、幸せには長続き
しない幸せ（地位財（金、もの、地位）を得たことによる幸せ）と長続きする幸せ（非地位財
による幸せ、安全な環境、健康な身体、よい心の状態による幸せ）があることを述べる。次に、
非地位財による幸せのうち、心的要因についての因子分析を行って求めた「幸せの4つの因
子」について述べる。4つの因子とは、やってみよう因子（自己実現と成長の因子）、ありが
とう因子（つながりと感謝の因子）、なんとかなる因子（前向きと楽観の因子）、ありのまま
に因子（独立と自分らしさの因子）である。創造性や俯瞰的な視点が幸福度につながること
についても述べる。また、職場におけるウェルビーイングと心理的安全性の関係について、
事例も交えて述べる。

P1-108-7
うつ病性仮性認知症の関わりと経過　～ ABCミーティング（ABC認知症
スケール）を通しての一症例～
二木∙琢也（ふたつき∙たくや）1、田中∙久美子（たなか∙くみこ）1、今里∙百合子（いまざと∙ゆりこ）2、
徳武∙真由美（とくたけ∙まゆみ）2、坂口∙静香（さかぐち∙しずか）2、馬場∙まゆみ（ばば∙まゆみ）3

1国立療養所奄美和光園リハビリテーション室、2国立療養所奄美和光園看護課、 
3国立療養所奄美和光園医局

【はじめに】
A園では認知症予防対策として『ABCミーティング』と称し、ABC認知症スケール（以下
ABC-DSと略す）を使用した認知症スクリーニングを多職種で行っている。
今回、B氏がA園病棟入院後のABCミーティングにおいて、ABC-DSでは中等度認知症の
判定となったが、生活環境の変化、心身の状態変化などの情報を総合してうつ病性仮性認
知症と評価した。入院後、看護介護ケアなどの非薬物療法の関わりを行う事で、うつ症状
は軽減し、ABC-DSは健康/軽度認知障害レベルに回復した。
うつ症状とABC-DSにおける認知症重症度の変化を中心に振り返り、認知症評価や認知症
の予防について考察する。

【経過のまとめ】
 X年Y月－11 ヶ月　元妻（A園入所）他界
 X年Y月－10 ヶ月　A園病棟入院
 X年Y月－9 ヶ月　ABC-DS合計83/107点　中等度認知症

（ドメインA 40/54点、ドメインB 21/27点、ドメインC 22/36点）
 GDS15 11/15点　うつ状態
 X年Y月　ABC-DS合計101/107点　健康/軽度認知障害

（ドメインA 51/54点、ドメインB 25/27点、ドメインC 25/36点）
 GDS15 8/15点　うつ傾向

【まとめ】
うつ病性仮性認知症の改善と共に、ABC-DSも改善していく。ABC-DSの結果は、うつ病
性仮性認知症改善の目安となる。
認知症評価では、ABC-DSと生活環境や心身の状態の変化などの情報も十分に考慮するこ
とが大切である。
グリーフケアの様なエビデンスのある看護や介護は、うつ病性仮性認知症の非薬物療法と
して有効である。

P1-108-6
神経筋疾患患者の臨死期の様相～ 4事例を振り返る～
高道∙香織（たかみち∙かおり）

NHO 医王病院看護部

【目的】神経筋疾患患者の臨死期に現れていた症状や変化の後方視的調査を行い、身体状態
のスコア化も試みて、臨死期のケア及び症状マネジメントについて考える。【対象】当院を
死亡退院した18歳以上の神経筋疾患患者で、研究者が入院中にかかわった4事例．【方法】
対象者のカルテから、属性（年齢、主病名、入院期間など），症状（死亡する12カ月前～前
日に現れていた症状），状態（BMI、人工呼吸器装着の有無，経管栄養の有無，外出外泊の
有無など）をデータ収集する。また、臨死期の身体状態を、大田の「終末期身体総合評価」に
沿いスコア計算する．本スコアは0点～成り、点数が低いほど損傷や変形が少ない。【結果】
4事例は，多系統萎縮症（60 代），筋強直性ジストロフィー（60代），ALS（70代）、パーキ
ンソン病（90代）で、平均入院期間5年8カ月であった。4事例中、気管切開下陽圧人工呼
吸（TPPV）を実施していた2事例は、死亡3日前から低体温，乏尿，泥状便、BMI24以上
で顔面浮腫を認め、死亡前日からP波の無い徐脈や心静止と再拍動の繰り返しを認めていた．
残り2事例は人工呼吸器装着はなしで、死亡当日、サイナスあるいは期外収縮が散発する
状態だったのが、呼吸停止とほぼ同時に心停止に至っていた。4事例中1事例は、家族面会
時に眼球上転が収まり、頷く様子を認めた。大田の終末期身体総合評価は、11－26点で、
平均17.3±6.8点だった。【考察】臨死期は、本人を観察した内容から苦痛を検討する必要
がある。その人らしさを阻害する変化は，遺族や医療者も苦悩することがある。終末期の
様相を共有し、チームで倫理的に話し合えることが必要だと考える。

P1-108-5
高齢者の入院による認知機能低下・負の感情への介入－介護主体の「交流」
を目的とした集団レクリエーションによる取り組み－
東∙真奈美（ひがし∙まなみ）、サブレ森田∙さゆり（さぶれもりた∙さゆり）、松浦∙悠子（まつうら∙ゆうこ）

国立長寿医療研究センター回復期リハビリテーション科

【はじめに】回復期リハビリテーション病棟（以下回リハ）では脳血管・運動器疾患が占め、
後遺症による精神的な負の感情の増大、長期入院による孤独等から認知機能障害が併存す
る。当病棟は、2年前から人と人の「交流」を目的とし、内発的動機付け向上により知的好
奇心の充足・喜び・楽しみが見いだされ、生活の質の向上を目標とする生活交流リハビリ
テーション（以下生活交流リハ）を開始した。【目的】入院中に認知機能や意欲の低下患者に
対し、精神面や認知面の向上を目指す介入を行い、その効果を検討する。【方法】対象者は
先行研究からFIMとMMSEが中等度とし、回リハに入院中のMMSE11 ～ 19点を主とす
る計48名を療法士と選定。患者間で交流する企画として1.カードを用いた自己紹介2.リア
リティオリエンテーション3.チーム戦のアクティビティ 4.季節のクラフトを介護士、看護
師、療法士と他職種で協働した。週1回1か月間行い、生活交流リハ実施前と4回実施後に
MMSE、FIM、意欲の指標、生活満足度尺度K、やる気スコアを調査。各項目の実施前後で
Wilcoxonの符号順位検定を行った。【結果】対象者は男性14名、女性34名で平均年齢は
83.7±7.0歳。意欲の指標、生活満足度尺度K、やる気スコア、FIMの一部に有意な改善
を示した（p＜0.05）。【考察】高齢者へのレクリエーションは、社会交流の場を設けること
で「楽しさ」「充実感・満足感」「達成感」などの精神的側面に影響をもたらすと言われてお
り（2003杉浦ら）、人と人の「交流」により入院中に発症した負の感情を転換し、生きる活
力を取り戻す働きかけができたと考える。
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SY17-1
10年後に生き残るための診療情報に基づいた病院経営
吉住∙秀之（よしずみ∙ひでゆき）

NHO 都城医療センター

当院は宮崎県の南西に位置し、鹿児島県の一部にも医療圏をもつ300床規模の急性期病院
である。地域がん診療拠点病院、周産期母子医療センター、地域医療支援病院として位置
づけられ、近隣の市郡医師会病院と連携しながら、二次医療圏を支えている。国立病院機
構の理念にも掲げられている「健全な経営」を確立することが病院経営者の責務であること
から、その方略として当院は、1）競合しない分野への選択と集中及び強みである分野の強化、
2）診療情報に基づいた病院経営（Medical Information Based Hospital Management）
を基本とした。この二つの戦略を具体的に行う戦略として、1）については、当院のがん関
連及び周産期の診療科を中心として、当院のシェアが高い領域の診療に投資を優先的に充
てる。2）については、急性期入院医療包括支払制度（DPC）に基づいて、各診療科の診療内
容を分析し、手術や高額薬剤費として支出した費用に対して利益が出る診療をしているか
を検討した。それに基づき診断群分類のコーディングの正確性の検討、同一DPC診断群分
類における診療内容の統一化を進めた。その戦術として、他院の診療実績を比較すること
による当院のベンチマークの設定、収益分析に基礎をおいたクリティカルパスの見直しと
新規作成、退院日の決定の病棟師長への委任、紹介患者情報分析による地域医療連携活動
等を実施することが一定の収益確保に有効であった。以上の方略から戦術を展開するにあ
たり、情報の抽出と分析、診療の中心となる医師及び看護師への説明と理解、戦術の改善
に診療情報管理士の関与は非常に重要であった。

シンポジウム 17　プログラムの趣旨
コロナ禍を経て大きく減少した在院患者数は徐々に回復しつつあるものの、政策誘導によ
る在院日数短縮圧力が今後も厳しさを増してくことを想定すると、高齢者人口がピークを
迎える2040年頃を待たずに急性期病床の在院患者数（≒必要病床数）は減少、すなわち急
性期入院医療の市場は縮小の一途をたどることになるだろう。　一方、2024年度診療報酬
改定では、救急を含む高齢者急性期医療への対応を念頭に「地域包括医療病棟」が新たに導
入されることとなった。これは10対1看護配置を前提に、重装備を必ずしも必要としない
高齢者救急等への対応を想定しているものであり、急性期病院にとっては選択の幅が広がっ
たと受け止めることも可能である。　こうした状況を踏まえ、本シンポジウムでは国立病
院機構の急性期病院から経営状態が良好な病院の先生方にご登壇いただき、それぞれがど
のような病院を目指しながら、足元の経営改善を図っているかについて紹介したい。また
発表を受けて、今から10 ～ 20年後、我々国立病院機構の急性期病院が地域にどのような
形で存在できるか、そしてその姿にどう到達するかを探るためのディスカッションができ
ればと考えている。

EL
幸福長寿をめざす老年医学
樂木∙宏実（らくぎ∙ひろみ）

大阪労災病院内科

健康寿命の延伸ということが言われて久しいが、病と共に生きている方たちを診療する立
場からは自立できなくなった人の健康は範疇外なのかと疑念がよぎる言葉でもある。幸福
寿命という言葉もある。人生において幸せと感じていられる期間を指す言葉であるが。比
較可能な数値化できる定義はまだない。幸せの期間は健康や自立の期間と比較してより主
観的であり、そうでない期間との繰り返しになるために指標としての定着は難しいかもし
れない。さらに、百寿者の老年的超越で知られる状態がある。客観的な身体・精神的機能
が低下しても主観的・精神的健康観が保たれる現象である。幸福寿命を高齢者に特化して
定義すれば、健康状態にかかわらず個人がその人らしくいることができる時間として計る
ことが可能かもしれない。医療は、このような状態が長くなることを支える一つのピース
であり、私自身は医療人と高齢者が交わる社会の共通目標になることを願って幸福長寿と
いう言葉を使うようにしている。幸福長寿の実践は、決して介護の現場だけでの話ではなく、
高度医療や急性期医療を主体とする病院であっても重要である。転倒・転落の予防、せん
妄の予防と管理、認知症者の併存疾患管理の目標設定、外科手術の予後評価指標としての
高齢者の総合機能評価の活用などのほか、近未来においてはデジタルバイオマーカーの導
入による高齢者のリスク評価、最適医療の提示などもあり得る。いずれも、疾患治癒を目
指すことが難しい高齢者に対して支える医療の実践につながる。老年医学は、エイジズム
に陥ることなくその人にとって最良の医療と生活の維持を考え幸福長寿を支える学問でな
ければならない。

SL2
本講演の抄録の掲載はございません。
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シンポジウム 18　プログラムの趣旨
現状、リウマチ専門医の数は全国で約4500名であるが、地域による偏在も明らかであり、
全国的にリウマチ専門医が充足しているとは言い難い。さらに、新しい専門医制度のもと、
内科志望者、整形外科系リウマチ医の減少は著しく、リウマチ専門医の育成と確保が急務
である。本シンポジウムでは、昨年に引き続き、NHO各施設におけるリウマチ診療の実態
や人材育成に関する取り組みを共有し、若手医師の意見も聞きながら、今後、NHOとして
目指すべきリウマチ医の育成と人材確保について参加者全員で考えてみたい。

SY17-4
経営改善指定病院からの脱却と高度急性期病院の実現と維持
伊藤∙豊（いとう∙ゆたか）

NHO 災害医療センター消化器乳腺外科

当院は455床の高度急性期病院である。当院の現在と将来構想について紹介する。10年後
の姿：当院のMDC解析においてトップシェアは循環器科を除くと6領域。2km圏内の同
規模2病院（455床、287床）との通常診療部門は競合状態が継続すると予想する。難治領
域の癌を含めた複雑性の高い疾患の領域の対応する当院のたつ位置は不変だろう。収益確保: 
医業収支は2021年度11.8億円の赤字に転落。2022年7月には経営改善指定を本部から
頂いた。2023年度1億円超えの黒字収支に転じた。これまでの道のりを振り返り今後の礎
としたい。収支解析から月毎の総診療収益 14.5億円以上が黒字収支には不可欠と予測した。
診療収益をリードするトップ8の診療科を中心とした改善への提言と支援した。職場長には
イントラネットを介して副院長の文責の病院運営の課題を提言と周知した。それは年毎に
130件の発信となった。全麻手術件数の増加の指導をした。カルテ管理部門から診療科毎
の予定入院のDPC I+II期間の開示と提言をした。ICU改修と加算を取得した。看護部門の
協力による個室利用の改善した。急性充実性加算を確保した。患者確保: 競合病院周辺地域
とともに医療圏北部地域へ重点的に連携強化活動を促進した。10年後の実現化:診療分野8
領域の世代交代が円滑に実施できるよう支援したい。MDCにおいて2位施設と僅差の領域
にはリストラを支援したい。急性充実性加算の要件達成維持が課題である。後期研修医確
保は未来の中核医師に育成となるので当院初期研修医卒の中堅医師をモデルデザインとし
た勧誘を継続していきたい。

SY17-3
自院の役割と健全経営を目指して ‐ 変える変わる佐賀病院-
円城寺∙昭人（えんじょうじ∙あきひと）

NHO 佐賀病院

健全経営は最も重要な課題である。しかしコロナ禍の補助金で我々の経営感覚は損なわれ
た。健全経営には患者確保とともに新入院患者数に応じた在院日数のコントロールが必須
であり、入院患者数を全職員で常に意識し経営改善に向けた取組を報告する。当院は270
床の2次救急急性期病院でコロナ禍前の令和元年度前半入院患者数は伸び悩んでいた。そ
こで救急車搬送件数2000件/年を目標に掲げ日々患者数を全職員で共有し、救急受け入れ
体制の整備、救急隊との連携強化、近隣医療機関への訪問や連携を強化し健全経営に努め
た。コロナ禍では1病棟をコロナ受け入れ病床としたため病床が足りず早期転院し平均在院
日数を短縮した。令和5年度も新入院患者数は好調を維持できたが五類移行後コロナ受け入
れ病床解除後も平均在院日数は短縮したまま空床を抱え令和5年9月時点で医業収支2億円
の赤字に陥った。早期転院は控え在院日数を延ばすよう協力を依頼し看護部で転院を管理
し在院日数を延ばすと整形外科の入院患者数が増え負担が急増し反発を招くこととなった。
そこで整形外科患者を転院ではなく院内で内科、外科、皮膚科で分担し受け持つよう依頼
した。未だ十分に機能していないが、その結果在院日数の延長に成功し経常黒字となった。
昨年度はこのような姑息な手段で乗り切ったが、周辺の2次救急施設も救急受け入れ体制
強化に舵を切りさらに激戦区となってきた。今回新設された地域包括医療病棟を導入し周
辺施設と救急患者を棲み分けし当院は高齢者救急を中心に周辺施設と連携をとることが「赤
ちゃんからお年寄りまで患者さんにやさしい病院」を基本理念とする10年後に求められる
当院の役割として目指す姿であろう。

SY17-2
サステナブルな医療機関であるために；水戸医療センターより
米野∙琢哉（こめの∙たくや）

NHO 水戸医療センター

当院は茨城県水戸医療圏に属する運用486床の急性期病院で、新築移転後 20 年目である。
主な医療機能として、3次救命救急センター（ドクターヘリ基地併設）、基幹災害拠点病院、
地域がん診療連携拠点病院、地域医療支援病院を有している。経営状態は、2014年度か
ら 2023年度の10年間で、医業収支率 100 % 越えの年度は7 回の状況である。病床運用
の特徴として、DPC機能係数IIの視点からすると、近隣医療機関の中では複雑性が高く効
率性が低いことが特徴で、簡潔に言えば、平均在院日数が比較的長いことで患者を保持し、
利益を上げてきたとも言える。この点は、よく言われる急性期病院の収益パターンと異なっ
ている。しかし、これまでの対応は、近年の看護必要度基準の改定をはじめとした診療報
酬制度の方向性とはそぐわず、新しい病院運営の在り方が必要となっている。また、茨城
県全体の医師不足から生じている医師確保の困難さが常にあり、さらに当医療圏は第8次医
療計画において、隣接する公的病院の再編等が強く求められている地域であり、今後当院
の運営に大きく影響する可能性をはらんでいる。ヒト・モノ・カネの制限があり、決定プ
ロセスが迅速とは言えない本事業体であるが、この地域で生き残るためには、強みを生か
すという原点に立ちかえった投資、経営戦略が必要と考えている。
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SY18-4
私がリウマチ整形外科医を志した理由
阿部∙晃大（あべ∙あきひろ）、小嶋∙俊久（こじま∙としひさ）

NHO 名古屋医療センター整形外科

私が整形外科医をめざした理由としては、骨折やリウマチおよび変形性関節症によりADL
が障害されている患者が手術加療により再度ADLを立て直すことができることにやりがい
を感じたことがおおきかった。整形外科専攻医をスタートさせていただいた名古屋医療セ
ンターは関節リウマチの中核病院であり、若手整形外科医師である私もリウマチ患者を診
させていただいく機会をいただいている。現在ではかつてより関節の予後がよくなってい
るとはいえ関節破壊がおきてしまい、人工関節置換術を必要とする患者を診ることもある。
関節破壊による関節痛で歩行困難となった患者が、人工関節置換術で元々に近い生活に戻
る手助けを行うことのできるリウマチ整形外科に魅力を感じつつ現在は整形外科専攻医と
して日々精進させていただいている。整形外科、膠原病内科といったリウマチ科の魅力を
この会を通じてみなさんに広めていきたい。

SY18-3
私がリウマチ内科医を志した理由
シリポンヴティコーン∙ヤナカウィー（しりぽんうてぃこーん∙やなかうぃー）、井口∙絵里加（いぐち∙えりか）、
金∙東燮（きん∙どんそぷ）、西垣内∙陽（にしがいち∙あきら）、吉村∙麻衣子（よしむら∙まいこ）、中林∙晃彦（なかばやし∙あきひこ）、
高松∙漂太（たかまつ∙ひょうた）、大島∙至郎（おおしま∙しろう）

NHO 大阪南医療センターリウマチ科

子供頃からの生体メカニズムに関心を持ち、医学の道に進むことを決意した。病気になっ
てから治療するよりも、病気ならないように予防できれば嬉しいとの思いから、免疫分野
に興味を持ち始めた。
高校卒業した頃は日本から奨学金をいただき、大阪大学医学部に進学となった。免疫内科
が有名で、研究が盛んに行われている大阪大学では、様々な大切な出会いができた。
その中には、IL-6の発見者である岸本忠三先生、CART細胞療法研究で高名な保仙直毅先生
をはじめ、免疫領域において優秀な研究者と触れ合えた機会が多く、非常に刺激となった。
大学生時代は、5年間ほど免疫の研究室（荒瀬尚先生）にもお世話になり、基礎研究の面か
らも免疫学の面白さを知った。
現在の癌治療に欠かせない免疫チェックポイント阻害薬や、それに伴う免疫関連有害事象

（irAE）の治療なども、免疫の知識から始まった。他には、ワクチンの開発やコロナ治療など、
免疫学は我々の日常生活に浸透し、社会に貢献できるところが多数あると痛感した。
リウマチ内科は私が魅了された免疫学をベースにして、診療と研究が連動している。近年、
免疫内科分野において生物学的製剤や分子標的薬が次々と誕生し、免疫疾患の治療は大き
く進歩し、難治性疾患でも、奏功可能な時代となってきている。しかし、解明されていな
い部分も多く残っているため、今後、臨床と研究の両立を目指す私には遣り甲斐が溢れる
分野と思われ、免疫内科医を志すに至った。

SY18-2
大阪刀根山医療センターにおける若手リウマチ医の現状と課題
髙樋∙康一郎（たかひ∙こういちろう）1、三山∙彬（みやま∙あきら）1、新居∙卓朗（にい∙たくろう）2、原∙侑紀（はら∙ゆうき）2

1NHO 大阪刀根山医療センター整形外科、2NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器内科

大阪刀根山医療センターのリウマチ診療は以前より整形外科診療のなかでRA患者を診る形
で行われていた。阪大整形外科関連基幹施設にてリウマチ関節外科の専門診療に従事した
演者が2009年に赴任以降、JCRの認定教育施設となりリウマチ科を標榜した。幸い院内関
係各位や大学医局の理解をいただき、紆余曲折はあったものの現在は整形外科大学院を修
了後赴任した三山医師と演者が整形外科医として、同じく内科系大学院を経た新居医師と
原医師が免疫内科医として専門医計4名がリウマチ診療に携わっている。リウマチケア看護
師をはじめ、リウマチ診療に理解のあるメディカルスタッフとともに、医師は横並びで診
療を行い、必要時はスムーズに相談できる体制を整えている。またスタッフミーティング
を定期的に行い科や職種を越えた連携体制維持に留意している。当院のある大阪府豊中市
は、阪大病院のある吹田市や大阪市に隣接し、また市立豊中病院をはじめ近隣各市の市立
病院等でリウマチ外来が行われるなかで、地域のニーズをとらえ、特徴のあるリウマチ診
療を行うともに、働きやすくかつやりがいのある職場環境を整えるべく日々努力している
毎日である。課題は数多あるが、整形外科的にはRAの投薬加療も行いながら関節外科手術
の研鑽を積めること、内科的にはRA関連呼吸器合併症治療とともにRA以外の自己免疫疾
患治療の経験値を上げうること　が魅力ある組織として重要と考えている。

SY18-1
北海道医療センターリウマチ科における若手研修の現状と課題
小谷∙俊雄（おだに∙としお）

NHO 北海道医療センターリウマチ科

北海道医療センターは、札幌市の中心部からやや西側に位置する札幌市全域・北海道にお
ける政策医療を担う難病診療連携拠点病院であり、3次救命救急を含めた超急性期医療も
担う全国的にも稀な機能を有する「スーパーハイブリッド」型病院である。産科・血液内科
を除く入院診療が可能であり、全身性疾患であるリウマチ・膠原病診療において、他科と
の連携体制の充実は不可欠であることから、概ねの診療を院内で完結できる当院は、リウ
マチ性疾患の診療のみならず若手医師の育成・教育においてもポテンシャルを有している。
一方、生物学的製剤を含めた標的治療薬の進歩により、合併症の少ない患者や若年者など
を中心に通院利便性のよいクリニック等での十分な治療が可能となってきている。当院は
救急医療を行う急性期病院である性質上、患者の年齢層や疾患背景には偏りもみられ、入
院診療のみで若手医師にリウマチ・膠原病診療の面白さを伝えることは難しいのが現状で
ある。若手医師に「リウマチ・膠原病医として働きたい」と考えてもらうためには、多数の
診療科の中で埋没しないよう、診療科自体のプレゼンスも向上させる必要もあるが、当科
は常勤医2名の小所帯である。診療のクオリティを維持しながら患者数・収入を増加させ、
院内でのプレゼンスを確保することは容易ではない。内科志望の若手医師自体が減少する
中、当科では「内科的診療や考え方」の魅力を伝えるにあたり、『量より質』にこだわり、初
期研修医・専攻医への指導・教育に現在力を注いでいる。今回は、北海道・東北ブロック
他病院の内科専攻医の受け入れも含めて、当科での若手研修の現状につきお話ししたい。
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SY19-2
診療放射線技師における心理的安全性を踏まえた人材育成・学生教育
中尾∙弘（なかお∙ひろし）

NHO 大阪刀根山医療センター放射線科

学生から社会人として新たな場に身を置くことは、それなりの環境変化を伴う。また、昨
今の急激な社会（職場）の環境変化で、新社会人を受け入れる側も順応するのは容易でない。
世代ごとで育ってきた時代背景、また職種の特有な文化など、様々な人格形成の成り立ち
もあり、一様には扱えないと考える。しかし、新たな世界に踏み出す学生よりも、すでに
社会人として職場にいる我々は、経験を積み、環境の変化を認識できる可能性がある。不
安を感じながらも新鮮な気持ちを持って社会人となる新入職者へは、色々な角度から情報
共有を行い、少しでも安心できる環境を示すのも我々の仕事と考える。
今回のテ－マである『心理的安全性』の定義だが、学術的には「対人関係のリスクをとっても
安全であると思うこと」とある。チ－ム内で自分の意見や考えを、立場の違う相手も含めて、
伝えてよい環境とでも言い換えられる。すべての組織あるいは業態で当てはまるのか疑問
もあるが、最終的に働きやすい職場として目指す環境ということであろう。長年勤めてき
た世代が、組織の有り様を考える際、固定観念で縛られていないか、今一度、変化する環
境に対応できる柔軟な姿勢をとる時期に来ているのではないか。
職場長として新入職者を受け入れた経験に加え、近畿グル－プのリクル－ト活動に関わっ
た際、積極的に発信したことや感じたことを振り返る。

SY19-1
理学療法士における心理的安全性を踏まえた人材育成・学生教育
松浦∙武史（まつうら∙たけし）

国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部

心理的安全性とは、組織の中で誰がどのような発言をしても、拒絶されたり罰せられたり
することがない状態である。理学・作業療法の分野における臨床指導実習では、以前は質
問に対して回答できなければ、課題となり自宅で調べ翌日提出し、間違った回答をすれば、
知識不足と言われることが多かった。このような指導では心理的安全性が不足し、結果と
して正直な意見や疑問を述べ、失敗を開示すること、サポートを求める行為を止めてしま
うことになっているケースがあったと感じる。また、実習指導者の合否がそのまま単位を
取得できるかどうかに直接関係し、指導者と学生間では大きな力関係に差があった。この
ような臨床実習での学生への精神的・身体的な負担が問題視されてため、2018 年に「理学
療法士作業療法士 学校養成施設指定規則」が改正された。実習指導者は免許取得後5年経過、
臨床実習指導者講習会の受講が必須条件、診療参加型実習となり、過負荷な課題にならな
いように実習時間が規制され1週間における自宅で行う学習は1日1時間までとなった。診
療参加型実習とは指導者がまず、手本を見せ助言指導を受けながら臨床実習を行なう形式
である。その際に質問を学生が受けることはあるが、分からなければ指導者が助言指導する。
新人教育においても同様なことが取り組まれている。組織メンバーが自分の意見や疑問を
伝えることに不安や恐怖を抱かない心理状態を目指している。お互い存在を承認、尊重し、
業務以外の会話をする機会を作り、話しやすい雰囲気を作ること、愚痴や不満を建設的な
言葉で言い換えることを意識して、学生、新人指導並びに職場での職員に対する接し方に
気をつけている。

シンポジウム 19　プログラムの趣旨
最近の新人・若手・学生が「働きたい・働きやすい・是非就職したい」と思うような、職場環境・
実習環境をどのように作り上げているか、また心理的安全性を考慮した人材育成と学生教
育について各職種の状況の一例を共有していきたいと考えます。看護師、事務職、理学療
法士、診療放射線技師と各職種はそれぞれ専門的な役割をもった職種であり、教育や、人
材育成の方法もことなています。しかし、その職種それぞれに良い点があります。それぞ
れの特徴を踏まえた、教育方法を理解することにより、お互いが今後に向けて学べるもの
があるのではないかと思ってます。

SY18-5
リウマチ医を目指す初期研修医の立場から
小林∙樹久（こばやし∙みきひさ）

NHO 相模原病院臨床研修医

私がリウマチ医を志す理由、思い描く将来のキャリアとその不安を述べる。私は高校生物
で獲得免疫のメカニズムを習い、免疫機能に関わる細胞の働きや細胞間のコミュニケーショ
ンに興味を持った。医学部に入り、大学で勉強してみると、免疫細胞の機能とそれを制御
する情報伝達は非常に緻密かつ複雑であることを知り、難しく感じる反面、自分でも研究
してみたいと考えるようになった。ただ医師として臨床に携わり、患者とも関わりたい気
持ちもあった。そのため免疫に関わる診療科を目指そうと考え、様々な診療科を検討した。
大学の臨床実習では教育熱心で指導体制が充実しており、学生の希望を聞き、叶えてくれ
たリウマチ膠原病科を選択した。その時にモデルケースとも言える指導医と出会い、リウ
マチ科診療の実際を垣間見た。指導医は内科医として患者の全身状態を管理する能力、リ
ウマチ科的観点から原疾患への効果的な治療を考え議論する専門性、臨床から研究へのア
プローチ方法、プライベートと仕事の折り合いなど、将来のキャリアに対する道しるべを
示してくれた。そこから自分はリウマチ医を志すようになった。今後は内科専門医を取得し、
リウマチ専門医を目指しつつ、臨床医としての腕を磨きたい。また研究を通して免疫疾患
の病態解明や創薬にも貢献したい。不安に感じている点として、研究の実際の取り組みや
データの扱い方を知らない点、また臨床医を続けて行く上で病院勤務と開業とでできるこ
とがどれくらい違うのか具体的に分からない点、近年発達の目覚ましい人工知能や深層学
習の技術と臨床医の今後の関係性が見通せない点などがある。
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SY20-1
SAEによる治験中止時のCRCが感じた倫理的葛藤
綱本∙郷子（つなもと∙きょうこ）

NHO 南京都病院臨床研究部治験管理室

治験施行中に生じうるSAEによって治験中止に至る過程で、CRCが感ずる倫理的葛藤や
CRCが果たすべき倫理的役割について、自験例を元に述べる。【症例】難病医療拠点病院に
通院中の多発性硬化症患者に対する内服薬の治験を担当した。当時、多発性硬化症の治療
薬は注射薬しかなく、再発率も現在より高かった。その治験では、初めの半年間は実薬か
プラセボが割り付けられた後、全員が実薬内服に移行する計画で、プラセボ割り付けの場合、
初めの半年間は無治療となる試験だった。本患者は、治験参加前には注射薬を使用しており、
仕事を理由に受診が抜けて怠薬しがちで、再発もあったため主治医から何度も注意を受け
ていた。治験参加後は、治験薬内服を遵守していた。治験開始5か月目に、主治医から少し
手の動きが悪いと指摘され入院を勧められたが、翌日に子供と遊びに行く約束があるから
と言って、入院せずに帰宅した。その数日後に再発・入院し、治験は中止になった。入院
時に初めて会った妻から「治験をしたせいで再発したのではないですか？」、患者は泣きな
がら「これにかけていた。治験をやり遂げたかった。」との発言があった。【考察】本例のよう
に、明らかなSAEとまでは言えない時点でも、再発時の患者リスクを考慮して、治験を中
止し早めの入院を勧めるべきだったか、家族に連絡して本人に入院を説得してもらう等の
手段を講じるべきだったか、という問題点が挙げられる。それと共に、家族同席ICの必要性、
患者への再発リスクの説明内容、主治医とのコミュニケーションについても振り返る必要
がある。CRCとして、どのような対応がベストだったのかについて考察したい。

シンポジウム 20　プログラムの趣旨
治験責任医師、分担医師、治験事務局、CRC等の治験に関わる関係者は、治験や臨床試験

（以下、治験等）を行ううえで、被験者の倫理性を確保し、被験者が納得して参加できるよ
う、そして参加中は被験者の安全にも留意しつつ関わる必要がある。しかし被験者を一番
身近で支援しているCRCは、被験者あるいは代諾者が治験等への参加を悩み、決定する場面、
あるいは治験等に期待を寄せていたにも関わらず、様々な理由により途中で中止を余儀な
くされる場面などで倫理的なジレンマを感じることがある。近年、治験等のデザインや仕
組みが複雑化する中において、CRCだけではなく、治験責任医師は被験者として向き合う
とき、どのようなことを意識して倫理性の確保に努めているのか、治験事務局は直接被験
者に接することは少ないが、治験等が円滑に進むように調整するうえで、どのように倫理
性を担保しようと努めているのか、治験責任医師や治験事務局は倫理的ジレンマや葛藤を
感じることはないのか等について語っていただき、治験等関係者に求められる倫理的役割
を改めて考えてみたい。

SY19-4
心理的安全性を踏まえた人材育成（事務部門での取り組み）
朝倉∙裕介（あさくら∙ゆうすけ）

NHO 関東信越グループ労務担当

15 ～ 64歳の生産年齢人口が年間で1%減少する等、我が国は人口減少社会に突入したと
言われており、民間企業では労働力の確保が深刻な課題となっている。
医療業界でも人材不足は深刻な課題となっており、事務部門でも働き方改革による労働生
産性の向上等を図るとともに、人材確保に向けて就職情報サイトの活用等による新採用職
員の積極的な募集、若手・中堅職員の離職防止のための人材育成が重要と考えられる。
若手・中堅職員の離職防止のための人材育成については、各職種でそれぞれ取り組まれて
いるところだが、事務部門の人材育成に向けた取り組み、また心理的安全性を踏まえた人
材育成についての私見を述べさせていただきたい。

SY19-3
看護師における心理的安全性をふまえた人材育成―Off-JTとOJTの連動
に向けて―
河本∙敦子（かわもと∙あつこ）

NHO 岡山医療センター看護部

当院では、クリニカルラダーレベルに応じた能力開発を目的に院内研修を企画・運営して
いる。集合教育（Off the Job Training以下Off-JT）の目的は、知識を身につけ看護実践に
活かすことであり、実践に繋げるためにはOn the Job Training（以下OJT）と組み合わせ
た教育支援が重要となる。看護部教育委員会では、集合研修に関するOJT企画書案を作成し、
それらを活用した各部署での取り組みの定着を目指している。Off-JTとOJTを連動させる
ためには、研修生、OJT支援者、管理者の3者が、目的や目標を共通理解することから始
める必要があると考える。
現場でのOff-JTとOJTの連動は、研修受講前の動機づけ、受講後の学びの確認から始まる。
各研修生が研修での学びから見出した課題に対する取り組み目標を共有した上で取り組み
を行っていく。OJT支援者は、支援内容や方法を共通認識する必要がある。また、OJTを
効果的に行うためには支援者のコーチングスキルも必要となる。様々な場面で、できたこ
とを承認し、発問をすることで研修生自身が考える機会をつくり、ポジディブフィードバッ
クをしながらも次へのステップを明らかにし、研修生が取り組めるよう方向性を見出して
いく。効果的なOJTはスタッフの成長を促し、病棟全体の看護の質の向上に繋がる。
当院では、Off-JTとOJTの連動に向けて、特に新人研修ではOJTシートを作成し、シート
を記載しながらOJTを進めている。共通のツールを使用することで、研修生と支援者が同
じ目的・目標に向けて取り組むことができる。これらの取り組みは同じ目的・目標達成に
向けた意見交換ができる環境にも繋がり、研修生の心理的安全性へも繋がることが期待さ
れる。
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SY20-5
臨床研究・治験関係者が守るべき研究の倫理性とは
松井∙健志（まつい∙けんじ）

国立がん研究センター生命倫理・医事法研究部

臨床研究・治験をはじめとする、人を対象として行われる医学系研究には、人を研究のた
めの「手段・道具」として用いざるを得ないがゆえに、高い倫理性が求められている。そして、
そのような高い倫理性が確保された研究が正しく実行されるためには、研究を行う研究者
は無論のこと、様々な面から研究に関与し支援する関係者・研究支援者個人もまた、高い
人間性・倫理性を備えていなくてはならない。本発表では、研究倫理学専門家として、研
究者や関係者・研究支援者らからの個別の研究に関する倫理的問題や懸念等についての相
談を受けてきた経験を踏まえつつ、どういった視点で、何を考えながら、あるいは研究者
らに何を学び考えて欲しいと思いながら助言を行っているのかについて話をしてみたい。

SY20-4
臨床研究・治験を行ううえでの医師の倫理的責任とは
永井∙宏和（ながい∙ひろかず）

NHO 名古屋医療センター血液内科

19紀以降の科学の進歩により医学は著しく発展し、20世紀における医学統計の導入により、
臨床研究は新たな展開を迎えた。それらと共に、研究倫理の重要性が社会的な問題となっ
てきた。臨床研究に際して最も留意が必要であるのは、一般診療と臨床研究の区別である。
一般診療における臨床倫理と臨床研究における研究倫理は同一ではなく、研究倫理は被検
者（患者）保護に主眼が置かれている。臨床研究を実施する医師には、研究倫理においてど
のような責務があるだろうか。企業治験では、研究計画書の策定に、個々の医師が直接関
与する機会は少ない。治験実施の前に、治験担当医師は治験計画の科学的妥当性を含めた
評価を詳細に行わなければならない。ICFにいても、治験内容が十分説明されているかなど
を治験担当医師が細部にわたり理解し検討することが必須である。これらは、研究倫理的
責務といえる。ICに際しては、治験対象の患者に、治験内容を説明し、研究であることを
十分理解して頂く必要がある。その上で、同意に際しては患者の自発性を重んじなければ
ならない。ICを適切に行うことが、倫理性を保つために極めて重要である。治験の継続に
際しても、適切な情報提供や意思確認は必要である。医師が主導して行う臨床研究は、そ
の科学的妥当性を十分に自ら検討しながら研究企画を行う。研究計画そのものにおける研
究倫理が問われる。研究倫理と臨書倫理は同一ではないと記載したが、医療者は常に両方
を意識しながら、臨床研究を行わなければならない。我々が抱えるジレンマも多く、本シ
ンポジウムで討論をしていきたい。

SY20-3
治験事務局が担う倫理的役割とは
北川∙智子（きたがわ∙ともこ）

NHO 災害医療センター治験管理室

治験事務局は、施設内で実施する治験を管理・支援する組織であり、その業務内容は多岐
に渡る。さらに、治験事務局の担当者が治験審査委員会（以下、IRB）の事務局を兼務するこ
とも多い。実際に被験者と接する機会は少ないが、治験事務局やIRB事務局（以下、事務局）
が、以下の状況を通じて被験者の保護のために心掛けている事項を挙げてみる。
1）治験責任医師・CRCとの治験チームの一員として：治験責任医師・CRCとコミュニケー
ションを図り、治験チームとして共通認識をもって治験を円滑に進められるように努めて
いる。CRCとは被験者の情報を共有し、倫理的な懸念が発生していないかを常に確認して
いる。
2）治験依頼者の窓口として：治験依頼者から提供されるあらゆる情報は事務局が集約して
いる。事務的に資料を取り扱うだけではなく、治験依頼者の見解や根拠が明確であるか、
被験者の安全性や不利益に対する影響の大きさなどについても確認している。
3）IRBを運営する立場として： IRBが倫理的に審議を行うために必要な資料や情報を準備し、
IRB委員へ審議内容が正確に伝わるように努めている。多くの審議事項を取り扱う中で、重
要な案件が漏れなく適切に審議されるように注意を払っている。
近年、治験を取り巻く環境が複雑・多様化する中で、従来の活動に加えて、その変化への
柔軟な対応が事務局にも求められている。しかし、被験者の保護という視点から治験を実
施するプロセスにおいて疑問を感じ、対応に迷う状況にしばしば遭遇するのも事実である。
本発表では、自身が経験した事例も踏まえて、事務局に求められる倫理的役割について改
めて考えてみたい。

SY20-2
がん専門病院での臨床研究コーディネーター（CRC）が感じる葛藤と役割に
ついて
門田∙芳幸（かどた∙よしゆき）

NHO 九州がんセンター治験・臨床試験推進室

当院は九州で唯一のがん専門病院で、毎年約30件の新規治験を受託し、年間100例を超え
る被験者登録を行っている。近年は遺伝子異常を対象とした治験が増えてくるなど、被験
者の治験参加が難しい試験も増えてきている。
がん看護では、疾患の特性上、生命予後やQOLに大きく影響する状況があるため、治療の
選択肢が少なくなった状態で、治験に望みを持って来院される患者もいる。しかし治験参
加を希望される患者であっても、治験実施計画書では不適格となるため、治験へ参加でき
ないことや、効果が得られていると判断される状況でも、有害事象の出現など中止基準に
合致しやむを得ず治験中止となる場合もある。被験者が望む選択を提供できないことにジ
レンマを感じることはあるが、治験実施計画書に沿った対応に納得できるよう、治験に対
する理解状況を適宜確認し、被験者とCRCとの関係性を築くことが重要と考える。
また患者の意思決定支援を行う上で、適切な情報提供を行うことが重要と考えるが、治験
では第1相試験など効果が立証されていない場合や、予期せぬ有害事象が出現する場合が
ある。このような状況の中で被験者にとってのリスクとベネフィットだけでなく、「新たな
標準治療を確立する」など治験の実施がもたらす社会的価値を考慮しながら被験者の対応を
行うことは困難でジレンマを感じることも多い。このようなジレンマ抱いていてもCRCは
中立的な立場で治験をコーディネートしていくことが重要と考える。中立的な考えを持ち、
個人で抱え込まなくてよいようにCRC同士や医師との情報共有を図り、医療者同士助け合
える心理的安全性の高い環境作りに努める必要がある。
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SY21-3
ポストNICU/PICU－重症心身障害施設が果たす役割と抱える課題－
徳永∙修（とくなが∙おさむ）

NHO 南京都病院小児科

当院ではNICUやPICU等の高次医療機関で急性期医療を受けたのちも濃厚な医療的管理が
必要な状態像となった重症心身障がい児（者）を対象として、1）当院を生活の場とする長期
入院対応、2）地域へと移行した重症児（者）を支える短期入所・通所事業サービスの提供、
さらに、3）地域生活を送る重症児（者）を対象とした健康管理（定期的な外来診療）・体調悪
化時の対応（医療入院対応）、などの医療・福祉サービスを提供している。長期入院例（約
120例）ではポストNICU/PICU児（者）のみならず、加齢に伴う呼吸障害顕在化例も加わり、
TPPV34例、NPPV18例、HFNC3例など呼吸管理を要する例が増加している。短期入所サー
ビスは80名以上が年間計3000日程度利用され、また、40名以上が当院での外来・入院診
療を受けておられる。地域とのつながりを持ちながら、社会から期待される専門性の高い
障害児（者）医療・福祉サービスを提供することは関わるスタッフにとっての充実感・達成
感につながる一方で、1）利用希望児（者）が年々増加し、利用希望に応えることが困難となっ
ている、2）在宅療養に移行したが、状態像が安定せず、また、介護者にとっての負担も大
きいため、その継続が困難な例もみられる、3）成人を迎えたのちも成人診療科へのバトン
タッチが難しく、機能低下に伴ってさらに重症化する成人例への対応も求められる、4）在
宅医療への移行が困難で長期入院へとつながる例では慢性期医療に移行したのちも医療的
に不安定であり、体調悪化時にはPICUに準ずる集中的な管理を要する例もみられる、など
の課題も抱えている。当院における現状と課題を整理した上で、今後、取り組むべき方策
についても考察したい。

SY21-2
お家で過ごしたいを支える～ MSWの視点から～
福田∙育美（ふくだ∙いくみ）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター地域医療連携室

当院は、小児救命救急センター、総合周産期母子医療センターをもつ小児高度急性期医療
の四国の拠点のひとつであると同時に、障害者総合支援法上の「重症心身障害児者病棟」、「重
症心身障害児者を対象とした生活介護等通所施設」を有するという特徴をもつ。従って、医
療的ケアが必要となる児の退院調整も、「自院→他施設」でなく、「自院急性期→自院慢性期、
通所施設」という流れが多数を占める。また、他院及び相談支援事業所からの入院・入所相
談も行い、施設での受け入れを行っている。医療技術の進歩により医療的ケアが必要な子
どもの病態は変わってきており、人工呼吸器、中心静脈栄養などの医療依存度の高い子ど
もの支援においても、ただ在宅移行するということではなく、保育・教育機関や療育機関
等との連携が不可欠となってきている。また、成長に従って病態が変化し二次障害などに
も注意を払いながら、「体験する」、「経験する」、「できることを増やす」といった成長を促
す支援も欠かすことができない。子どもの支援においては、急性期医療機関から継続した
療育機関・慢性期医療機関との連携が必須である。自院で完結できないからこそ、子ども
の適切な医療情報と子どもや家族の希望が反映されることが支援の第一歩になる。MSWと
して、退院し地域へ送り出す側、重心病棟へ受け入れる側、双方の経験から医療機関の連
携は不可欠であり、子どもと家族の時間軸に沿った長期的な支援、成長に応じたスムーズ
な支援の移行が必要である。本発表では、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関す
る法律制定後の支援の在り方、その課題も含め在宅移行について一部架空事例を用い報告
する。

SY21-1
ポストNICU病棟の役割と課題
菊池∙知耶（きくち∙ちや）、桑原∙こずえ（くわばら∙こずえ）、野間∙真依子（のま∙まいこ）

NHO 愛媛医療センター小児科

新生児医療や救急医療における救命率の上昇と在宅医療の普及に伴い、医療的ケアを必要
とした状態で在宅療養をする小児患者が増加している。一方、在宅療養への移行を困難と
する理由があり、病状が安定した後もNICUや急性期病院の小児病棟に長期入院を余儀な
くされている場合もある。愛媛医療センターでは、生活の場となる自宅への移行を目指す
新生児・小児医療の後方支援病床として、2013年7月にポストNICU病棟を開設した。ポ
ストNICUでは、家族が生活の中で医療的ケアを継続して行えるよう、家族の生活サイク
ルを考慮し可能な限り整理する。外泊経験を繰り返すことにより家庭での課題を確認し、
ケアの見直しや退院後の福祉サービスの調整をしたり、医療的ケア児者が家庭内にいるこ
とが当たり前になっていく期間を持てたりする。我が子の現状を十分に受容できていない
家族がいる場合には、時間をかけてその思いに寄り添い家族支援を行う。これらは急性期
医療と在宅医療の中間施設の役割となり得る。在宅療養へ移行後も、短期入所サービスを
提供し在宅療養を支援している。一方、在宅療養継続が困難となる事情が生じた場合には、
当院の重症心身障害病棟への入所を受け入れることもある。双方向的かつ継続的な支援の
提供が、医療的ケア児者の在宅療養への移行を推進することに繋がると期待される。近年、
医療的ケア児者の多くは複数の医療的ケアを必要とし、医療的ケアの内容の個別性も年々
増している。また、家族背景も複雑化している。安全なケアと細やかな生活支援をポスト
NICUで継続して提供していくには、病棟のハード面の整備に加え、医療福祉職員の確保も
重要な課題である。

シンポジウム 21　プログラムの趣旨
小児医療は進歩し続けており、新生児医療、小児医療において種々の疾患、病態にアプロー
チされ成功を収めている。その一方で救命できたが後遺症や重篤な合併症をもった児たち

（いわゆる医療的ケア児）が増加している。その児たちはNICUや急性期病院に長期とどま
ることはかなわず、post-NICU,post-PICUと呼ばれ、在宅医療あるいは重症心身障害施設
に入ることとなる。2021年に施行された医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する
法律では医療的ケア児は関係する機関が様々な支援を緊密な連携を下に支援を切れ目無く
行わなければならないと規定された。重症心身障害病院では在宅では見ることができない
児の受け入れや、在宅支援としてレスパイト入院、通所を行っている。急性期病院と重症
心身障害病院は、違いが多々あり、相互理解が必要である。両者の双方向の連携がスムー
スに行われることは児と家族だけでなく、双方の病院にとって種々のメリットがあり、よ
り良い医療環境構築につなげていきたい。
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SY22-2
国立病院機構に勤務する臨床工学技士の心理的安全性に関する調査
四井田∙英樹（よついだ∙ひでき）

NHO 大阪医療センター臨床工学室

職場における心理的安全性とは、労働者がミスや意見を自由に表明できる環境を指し、批
判を恐れずに率直なコミュニケーションが可能である状態を意味する。心理的安全性が高
い職場では、チームメンバーが互いに信頼し合い、協力的であるために組織全体のパフォー
マンスが向上することが多くの研究で示されている。医療施設に勤務する医療従事者およ
び事務職員にとって、迅速かつ正確な情報共有が患者の安全と治療の質に直結するため、
心理的安全性は特に重要である。国立病院機構でも心理的安全性の向上に向けた取り組み
を実践している一方、医療現場では十分に確保されていない現状が散見される。そこで、
職場における心理的安全性の要因を明らかにすることを目的として、国立病院機構に勤務
する臨床工学技士に対してアンケート調査を実施した。調査はMicrosoft Formsを使用し、
Amy Edmondson氏の『Psychological Safety Score』を参考にして、属性情報、心理的
安全性に関する質問、情報伝達に関する質問などを含めて実施した。本発表ではその結果
について報告し、心理的安全性を向上させる要因を共有することで、臨床工学技士および
国立病院機構全体のパフォーマンス向上に寄与することを期待する。また、調査結果に基
づいた具体的な改善策を提案し、実践的なアプローチを通じて職場環境の向上を図ること
を目指したい。

SY22-1
心理的不安全性の原因と処方箋
谷田貝∙孝（やたがい∙たかし）

宮崎大学地域資源創成学部

心理的安全性は、組織の生産性やメンバーの満足度に直結する重要な要素です。しかし、
多くの職場では心理的不安全性が蔓延しており、それが個々のパフォーマンスを阻害して
います。講演では、心理的不安全性の原因とその対処法について探ります。心理的不安全
性の主な原因は、縦の関係に基づく伝統的なリーダーシップです。これにより、メンバー
が意見を述べることを躊躇する環境が生まれます。また、オープンなコミュニケーション
の欠如や信頼関係の不足も心理的不安全性の大きな要因です。これらが組み合わさると、
消極的賛成や沈黙、大人の対応といった静かな対立が生じ、組織の健全な対話が阻害され
ます。対処法として、現代のリーダーシップ理論が参考になります。サーバント・リーダー
シップを実践することで、リーダーはメンバーの成長を支援し、共に組織を変革できます。
これにより、メンバーは安心して意見を述べることができ、対立を建設的に解決する文化
が育まれます。また、オープンなコミュニケーションを奨励し、フィードバックの文化を
醸成することが重要です。リーダーは積極的に双方向のコミュニケーションを促し、メン
バーが自由に意見を述べられる環境を整える必要があります。信頼関係を築くことで、対
立が感情的な争いに発展することを防ぐことができます。さらに、静かな対立を含むコン
フリクトを適切に管理し解決するためのコンフリクトカルチャーを育むことが重要です。
組織の全てのメンバーがコンフリクトマネジメント力を身につけ、実践することで、建設
的な対話が促進され、組織全体のパフォーマンスが向上します。この講演が、皆様の組織
の一助となることを願っています。

シンポジウム 22　プログラムの趣旨
本シンポジウムは国立病院機構に勤務する臨床工学技士を対象に、職場における心理的安全
性の要因を明らかにし、その向上策を提案することを目的とする。特に、病院・上司・部下
の信頼関係と心理的安全性の関係性について検討を行う。調査は国立病院機構の臨床工学
技士に対し、専用アンケートを配布して実施する。心理的安全性の測定にはEdmondson
氏（2012）が提唱する質問7項目を用い、病院・上司・部下に関する測定にはEdmondson
氏の提唱する8項目に加えて「信頼されていると感じる」1項目を追加する。本シンポジウ
ムでは、座長、発表者、聴講者が一体となって、国立病院機構における心理的安全性の現
状を把握し、向上策について模索できることを期待する。

SY21-4
NICU等入院児に対する東京都の在宅移行支援の取組
星∙美代子（ほし∙みよこ）

東京都保健医療局医療政策部

NICUの恒常的な満床状態を背景に、東京都ではNICU等入院児に対する在宅移行支援を平
成22年度から行っている。現在都内には29の周産期母子医療センター、13の周産期連携
病院があり、NICUの病床数は全体で377床にのぼる。NICUには年間約9千人が入院し、
近年は長期入院児や医療的ケア児が増加していることもあり、病床稼働率は概ね9割前後で
推移している。病状の不安定さや療養環境の未整備が、入院が長期化する主な要因であり、
こうした児を円滑に在宅移行させるためには、個別性を重視したきめ細やかな支援を医療
機関、地域双方で行う必要がある。在宅移行支援には国の補助事業含め様々な取組があるが、
都が単独で実施しているものとして「NICU等入院児の在宅移行支援事業」がある。これは、
送り出す側の医療機関から受入側の訪問看護事業所へ単に引き継ぐものではなく、両者が
在宅移行の過程を重層的に進めていくものである。事業は、医療機関が支援の必要性を判
断し、訪問看護事業所に声をかけるところから始まり、訪問看護事業所は医療機関が行う
退院調整のカンファレンスへの出席や、外出、外泊時の移動支援、自宅の環境整備等に取
り組む。一方、医療機関も同様の活動を行い、在宅移行に向けて双方で家族を支えていく。
退院を境に周囲の環境や支援者が一変することは家族にとって不安が大きく、特に行政サー
ビスの対象とならない状態の安定した早産児などの家族は孤独を感じることが多い。支援
の濃淡に関わらず、入院中から医療機関と訪問看護事業所が重層的に在宅移行支援を進め
ていくことは、家族の不安の軽減と安定した在宅生活の継続に寄与するものと考える。
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SY23-2
能登半島地震においてNHO急性期病院である金沢医療センターが果たし
た役割
阪上∙学（さかがみ∙さとる）

NHO 金沢医療センター循環器内科

NHO金沢医療センターは、令和6年発生の能登半島地震の震源地より約100km以上離れ
た急性期総合病院であり、震度5強の揺れはあったものの、エレベーターの一時停止や施設
の一部損壊といった被害ですんだ。一方、災害発生当日から災害支援活動を開始し、以下
の取り組みを行った。1）対策本部の設置とスタッフへのスタンバイ要請、2）職員の安否確
認（連絡がつかない職員が複数存在した）、3）発災当日のDMATの現地派遣、4）県庁にお
ける調整本部要員（県下医療機関最多）と災害医療コーディネーターの派遣、5）金沢市にお
ける1.5次避難所の設置支援、6）院内へのNHO医療班現地本部の設置と派遣や撤退等の情
報共有。また、現地で診療が困難な患者・傷病者の受入れとして、以下の役割を果たした。
1）急性期外傷患者の受入、2）現地で透析が不能な患者の受入、3）現地病院での入院継続困
難な患者の集団避難受入、4）金沢以南へ避難した患者の病状悪化症例の受入。これらの受
入れにあたり、休棟していた病床を活用し、全国NHO病院からの医師・看護師の派遣をし
ていただき、円滑に運用可能となり地域医療崩壊を防げた。さらに自身は県の災害医療コー
ディネーターとして、NHO病院の中立的な立場での災害対応調整を期待され県庁に入り、
県や市との連携強化、金沢以南の各医療機関、医師会や大学病院各科への情報伝達や協力
依頼、行政と同席した他県への患者搬送依頼、あるいは厚労大臣の視察への対応等の役を
果たした。今回の震災を通じて、NHO病院が果たすべき役割、サージキャパシティの重要
性を認識するとともに、多大な課題に直面した。これらの内容を共有したい。

SY23-1
令和6年能登半島地震における当院の被害状況と対応
安井∙正英（やすい∙まさひで）

NHO 七尾病院呼吸器内科

能登半島地震で被災した立場から、当院での被害状況と対応について述べさせていただく。・
震災直後、病院内では至るところで物が散乱し、病室廊下、非常口や階段の一部に破損が
見られたが、幸い患者様や職員の負傷は認められなかった。・ライフラインとしては、電気
は通じていたが、地域全体に断水状態となった。当院では生活用水に井戸水を利用してお
り、手洗いやトイレは使用できた。当初給水はわずかしかなく、ペットボトル飲料水を大
量に購入することに奔走した。給水も徐々に増加し、3月末上水再開時まで十分量を提供い
ただいた。・病院設備としては、病棟のエアコン室外機がすべて破損し暖房ができなくなっ
た。全職員に電気ストーブの提供をよびかけ、NHO本部や行政にも依頼を行い100台以上
集まった。さらに、布団や電気毛布も大量に取り寄せ、寒さ対策を行った。当初の予定納
期の半分で2月中旬エアコンが復帰した。・エレベータも使用できなくなり、食事や物品の
運搬はすべて階段を使った人力で行った。発災直後16名の緊急入院を受け入れたが、自力
で動けない方や、人工呼吸器装着者など大変な労力を要した。余震が続き1/9よりようや
く通常使用を再開した。・給湯タンクが2基とも破損し、お湯が使用できなくなった。1/10
給湯器の修繕完了後、段階的に上水の使用範囲を拡大し、1/22ようやく患者さんの入浴を
再開した。他にも、被災した職員、大学非常勤医師の中断、職員連絡網、災害対策本部設
置場所、保存食の数と内容、ゴミ処分など様々な問題もみられたが、今回の経験からえら
れた教訓についてもふれさせていただく予定である。

シンポジウム 23　プログラムの趣旨
令和6年元旦に発生した能登半島地震は東日本大震災、熊本地震といった甚大な地震・津
波災害に対応してきた国立病院機構にとっても半島型の地震による被災地への交通の遮断、
ライフライン不全の長期化、多数の高齢被災者が小規模で多数の自主避難所に留まる、医
療班の宿泊場所がないなど、これまでとは異なる災害対応・救援の困難があった。NHO病
院では、急性期病院の金沢医療センター、セーフティー系病院の七尾病院が被害を受けた。
地震発生が正月休み中の元旦の午後で、病院幹部が休暇中であったり、院内の医師が臨時
の非常勤医師のみであるなど、初動は院内にいる職員のみでBCPに基づいて行動すること
となった。交通障害や津波警報が長時間継続したことで病院幹部の病院への参集に困難を
伴うなど、日ごろからのBCPの準備、訓練の重要性について再認識された。医療班の活動
においては、他機関との連携のもとで活動するに際して、データ入力、データ通信の重要
性が、そして複数の医療班間の連携にSNSを活用する利点など、今後の医療班活動を支え
る新たな要素も見えてきた。本シンポジウムでは、NHO災害対策本部に参画した本部医療
部、被災病院、DMAT、医療班のリーダー医師、厚生労働省からの要請による広域派遣看
護師等がそれぞれの立場から活動の実際、得られた知見や問題・課題を共有して頂き、議論・
検討することで、国立病院機構の今後の災害対応を素描したい。

SY22-3
ちょうどいい、“心理的安全性（psychological safety）”を考える。 
～これって！ぬるま湯？それとも、心理的安全性？～
井上∙裕之（いのうえ∙ひろし）

国立循環器病研究センター臨床工学部

心理的安全性の概念は、1965年マサチューセッツ工科大学（MIT）のエドガー・シャイン
とウォレン・ベニスが『心理的に安全であれば保身より共通の目標や問題防止に集中できる
ようになる。』という研究結果が始まりだと言われている。その後、1999年ハーバード大学

（HU）のエイミー・エドモンドソン氏が心理的安全性は個人の性質ではなく、リーダが生み
出すチームとしての集団的知性であり、より良いチーム形成に『心理的安全性』の概念は欠
かせないと提唱している。そこで、今回、ちょうどいい心理的安全性とは、どのような状
態なのか？また、これって！『ぬるま湯状態では？』 それとも、『ちょうどいい、心理的安
全性だ！』など、職場リーダの使命・役割について模索する。当院では、年2回開催される
医療安全講習会がある。2022年度後期の講習会で、『Googleから学ぶ-心理的安全性のあ
る医療チームのかたち-』という題名で近畿大学病院医療安全部の辰己陽一先生に講演をし
て頂いた。また、昨年（2023年6月）より1on1ミーティングを実施し、上長とスタッフが
1対1でミーティングを行い、スタッフからは個人目標の達成に向けての課題や問題、意見

（思い）を上長へ伝え、上長はそれらを傾聴し対応する。と言ったかたちで実施し、現在も
続いている。それらを踏まえて、今後、リーダとして成すべく行動について、一緒に考え
たいと思う。
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シンポジウム 24　プログラムの趣旨
私たちNHO職員は、医療を取り巻く環境の変化に対応しつつ、患者の目線に立った安心・
安全で質の高い医療を提供していく役割を担っている。その実現のためには、経営の安定
化は不可欠で、各施設で職員一丸となって経営改善に取組んでいるところである。選ばれ、
成長する病院になるために、職員の半数以上を占める看護部の力は大きい。看護部では、
適正なベッドコントロール、救急患者の積極的な受入れ等を行い、KPIの一つである病床
利用率の向上に努め、患者ケアのより良いアウトカムの達成のために多職種・他医療機関
との協働を推進している。また、未来を担う学生、新人看護師やリーダーの育成、働き続
けられる職場環境の構築にも尽力している。本シンポジウムでは、看護学校経営、患者満
足の向上という看護の価値を通して病院経営に貢献している施設の取組みを紹介いただき、
各施設に適応・応用し、論理的に業務改善や経営改善を実行していく一助としたい。

SY23-5
能登半島地震　派遣看護師の活動とそこから得られた知見や課題
田山∙美由紀（たやま∙みゆき）

NHO 仙台医療センター看護部

私は、厚生労働省依頼の広域看護師派遣として、市立輪島病院で活動した。第2班の活動は、
令和6年1月16日～ 1月23日の8日間で、被災状況や感染症により出勤できない現地職員
が多い時期であった。構成は12名で4名がNHO職員、8名が日本赤十字病院職員であった。
活動内容は、救急外来、病棟（感染症病棟、一般病棟）での看護実践で、日勤・夜勤業務を
現地の看護師と共に実施した。派遣看護師への説明は詳細に行えない状況の中だったが、
その都度現地の看護師とコミュニケーションをとり、看護を実践した。また活動中、機構
本部との連絡係も務め、市立輪島病院の現状や派遣看護師の活動について毎日情報提供を
行った。実践の中で感じたことは以下のことである。1,被災状況やライフラインなど様々
な状況を把握しながら勤務したいと考えていたが、被災地内外から得られる情報は少なかっ
た。2,災害時は、必要な支援を受けるためにも、いかに情報を収集し発信していくかが重
要である。3,病院側は帰宅困難な職員がいる中で、派遣看護師の対応や就寝場所の提供な
どもあり、受け入れ側の負担軽減について検討する必要がある。4,派遣看護師は当たり前
に準備や説明を受けられると思わず、ある程度自立して活動できるような手順や準備を整
えていくことが重要である。今回の経験を通し、数日にわたり現地職員と看護を行う派遣
看護師は、災害支援の中で最も現地の職員・患者に寄り添うことができる。医療・看護を
支援していくために、どのように被災病院の負担を最小限にしていけるかを、その時の状
況に合わせ考え実行していくことが課題である。

SY23-4
令和6年能登半島地震初期の輪島市における最先着国立病院機構医療班と
しての活動報告
太田∙慧（おおた∙けい）1、原田∙夏子（はらだ∙なつこ）2、穐本∙さくら（あきもと∙さくら）2、小松崎∙祥（こまつざき∙しょう）3、
上後∙剛範（うえうしろ∙たけのり）4、蓑輪∙ハンナ（みのわ∙はんな）2、大泉∙昌也（おおいずみ∙まさや）5、佐藤∙圭（さとう∙けい）6、
福原∙かおる（ふくはら∙かおる）7

1NHO 東京医療センター救急科、2NHO 東京医療センター看護部、3NHO 東京医療センター薬剤部、 
4NHO 埼玉病院事務部、5NHO 埼玉病院看護部、6NHO 横浜医療センター看護部、 
7NHO 東京医療センター放射線科

令和6年1月1日に発災した令和6年能登半島地震により、能登半島全域で医療ニーズが増
大したが、交通の遮断とライフライン不全の長期化のため医療機関の復旧が遅れ十分な医
療サービス提供ができず、多くの医療班の支援を要した。NHO東京医療センターは国立病
院機構本部より命を受け、国立病院機構医療班（以下、NHO医療班）として1月6日に石川
県に出発した。同日夕に金沢医療センター内に設置された現地対策本部で、NHO災害医療
センターと共に被災地の道路通信状況やトイレについての情報共有と、避難所アセスメン
トのミッションを下命された。翌1月7日早朝より輪島市役所内の輪島市保健医療福祉調整
本部に向けて出発し、昼過ぎに到着した。輪島市保健医療福祉調整本部で医療班登録した
後にDMAT、日本赤十字社と協議して、NHO医療班がDMAT避難所班の指揮下に入ると
いう形で組織図を策定して活動を開始した。当初は活動隊の数も少なく、医療班を分割して、
避難所スクリーニングと本部業務を並行しながら活動を行った。また、道路事情のため医
療班のアクセスができない孤立地区へ自衛隊車両に同乗して再先着の医療班として活動す
るなど想定を上回る過酷な活動を行い、1月9日昼過ぎに金沢医療センターに向けて出発し、
現地対策本部で報告を行った後、1月10日に帰京した。今回のNHO医療班としての活動は、
他組織との協議に加えて、医療班を分割して活動するというフレキシブルな現場判断を要
求されるものであったが、以降のNHO医療班活動の基礎を形作るために重要な活動であっ
たと思料する。本派遣の活動報告に加えて、今後のNHO医療班の活動について考察する。

SY23-3
能登半島地震における医療福祉支援活動と国立病院機構の貢献
近藤∙久禎（こんどう∙ひさよし）

NHO 本部DMAT事務局

能登半島地震では、甚大な被害のある地域の孤立により、要医療者（外傷、透析等）の医療
アクセス困難、補給の大幅な制限の中、病院・社会福祉施設・避難所での最低限の環境の
改善は遅延し、支援者の生活環境確保困難により支援の制限をきたした。この地域に存在
する医療・福祉機関の数は限られるものの迅速な支援が困難な「狭いけど深い」災害であっ
た。また、高齢化率の高い地域の被災であったため、単に命を長らえさせることのみを目
的とするとかえって多くの悲劇を生む、防ぎえる死亡だけでなく悲劇の低減が課題となっ
た。また、限界集落を多く抱える地域での復興の目標設定の困難であった。医療福祉活動
としては、病院・社会福祉施設・避難所において、まず．外傷、透析患者等要緊急医療者
の初期診療、搬送、それと同時に飲料水、食料、暖房環境といった人間が生きていくうえ
で被災地内最低限環境確保と、それでも被災地内での生活に耐ええない方の広域避難搬送
を行った。前者は7日間、後者は病院、施設の最低限環境確保に11日間、避難搬送は、病院・
施設合わせて約1600名の患者搬送を19日間かけて解決した。その次に継続可能な保健医
療福祉体制の確立のために、病院・施設への物資、人的支援を中心とした機能維持支援した。
そのめどが立った2月以降は、地域の保健医療福祉体制の復旧も目的とした活動を行った。
国立病院機構はこのような活動に石川県の指揮調整への貢献、率先的な患者受入れ、また、
被災地の病院、地域医療を支える医療班、広域派遣で多大なる貢献ができたものと考えて
いる。
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SY24-4
不採算部門？　NHO附属看護学校の運営を考える
宗清∙大祐（むねきよ∙だいすけ）

NHO やまと精神医療センター事務部

国立病院機構の理念に「患者の目線に立って懇切丁寧に医療を提供し質の高い臨床研究、教
育研修の推進につとめます」とある。教育研修は、機構が担う重要ミッションのひとつであ
ることは言うまでもなく、今後もこの理念は揺るぎないものと信じている。附属看護学校
の歴史を遡ってみると古くは戦前から今日に至るまで優秀な看護師を輩出し続けていると
ころもある。まさに我が国の医療と共に歴史を刻んできたわけだが、近年、附属看護学校
を取り巻く環境の変化は著しく、少子化は元より、看護系大学の乱立、高学歴志向により
学生確保が非常に困難な状況になりつつある。とりわけ地方ではその傾向は顕著にあると
推測される。NHOでは、コロナ以前から附属看護学校の運営に関する課題について検討を
重ね、収支相償を基本とした運営継続の可否を議論してきたと認識している。独法化当時
には60余あった施設数は直近では半数程度と減少の一途を辿っている。母体病院のみなら
ず機構全体の経営状況は、コロナ禍を経て益々厳しさを増すことが予想されるなか、附属
看護学校にもこれまで以上に経営重視の運営が迫られることは想像に難くない。一方で全
国的な看護師不足が叫ばれており、NHOでも看護師確保対策で様々な取り組みが行われて
いるところだが、最大の看護師供給元である附属看護学校の存在はNHOの存続にも少なか
らず影響をもたらすと考えている。経常上の指標だけを評価すれば附属看護学校は不採算
部門である。経営改善の手法として不採算部門の整理・縮小は常套手段であるが、そのよ
うな単純な話で収まるはずもなく、この難しい題材と向き合い考えてみたい。

SY24-3
今も未来にも選ばれる看護師と看護管理者の育成
末松∙厚子（すえまつ∙あつこ）

NHO 嬉野医療センター看護部

患者確保は病院経営に直結する。2010年より人口は減少し、将来的には患者数確保も困難
な時代を迎える。そして、超高齢化時代に突入する2025年が迫る中、診療報酬も厳しさ
を増している。だからこそ、これからの病院経営は拡大路線ではなく、病床利用率を意識
した患者から選ばれる病院であることが求められる。また、入退院支援が効果的に実施で
きなければ、長期入院患者は増加し、看護必要度にも影響する。看護の力で選ばれる病院
であるためには、患者に寄り添い、ともに世の中を自分らしく生き抜く生活者として支援
できることであると考える。そのためには、「その人らしさを支える入退院支援」を実践で
きる看護師の育成が、カギとなる。そして、世の中が大きく変化し医療を取り巻く環境も
変わる中、看護管理者は看護の質を保証し、組織目標を達成する行動力が求められる。そ
の中で副看護師長の役割は、看護師長とともに問題解決に向けてリーダーシップを発揮し、
集団の課題達成に向けて行動することである。これらの能力開発を支援することは、次世
代を担う看護師と看護管理者の育成につながり、病院経営に寄与すると考えている。患者
が安心して地域へ帰れる「その人らしさを支える入退院支援」と、副看護師長の問題解決能
力開発に向けた教育的支援の取り組みを紹介する。生産人口が減少する時代に、看護職に
魅力を感じ、やりがいを維持し、より質の高い看護展開ができ、今も未来にも選ばれる病
院であるための看護師と看護管理者の育成についてみなさんと考えていきたい。

SY24-2
看護部 奮闘記！
今泉∙蔦子（いまいずみ∙つたこ）

NHO 高崎総合医療センター看護部

高崎総合医療センターは、「地域住民の命と健康を守る！」「地域のニーズに応え、急性期
中核病院の役割を果たす」という使命があり、その実現に向けて日々取り組んでいる。そし
て院長からは、「業務の標準化と可視化」により医療の質を高め経営改善を求められている。
そこで看護部は、毎月の院内巡視で看護師長が管理指標を基に病棟内を分析し院長へ報告
している。その報告には「平均在院患者数」「新入院患者数」「パス適応率」「DPC入院期間」
等18項目があり、項目毎に改善策を検討・実践し、さらに医師や他部署と連携し改善策を
検討している。病院組織の中で一番多い職種は看護師であるが、医師のように看護師独自
で病院全体収益を左右するような業務は少ない。しかし、最近では医療を取り巻く変化に
伴い、看護師の専門性が強く求められている。そのため積極的に学会やセミナーへの参加
を促進するなど、一人一人のスキルップを支援し、チーム活動を活発にすることで看護師
のモチベーションの維持に努めている。また、チーム医療の充実や研修に安心して参加で
きる環境を整えるためにも「看護師確保」は重要である。看護師確保ができなくなると診療
報酬の要件にも影響を与え、経営に支障をきたす状況になることから、看護師の確保・定
着も課題であり、安心して働き続けられる環境改善に努めている。今回、当院における看
護部の奮闘についてお伝えしたいと考える。

SY24-1
“患者さんのために”、“病院のために”、“自分自身のために” ―地域で支
えるがん診療・ケア―
森田∙勝（もりた∙まさる）

NHO 九州がんセンター消化管外科

がん診療・ケアの質向上には高度で良質な診療のみならず、患者を初診時から入院、退院
後まで「切れ目なく」サポートすること、さらに患者を“地域で支える”ことが極めて重要で
ある。一方、“健全な病院経営”はそれらを支えるための必要条件である。今回、がん診療・
ケアの質向上と病院経営の安定の両立をめざした取り組みを紹介する。1．病院の方針の周
知徹底：院長就任を機に、病院として“めざすもの”を周知しベクトルを同じ方向にむける
ため、全職員を対象に、病院の立ち位置、課題、目標を“院長メッセージ”として講堂にて
対面で講演した。同一講演を1時間5回、行うことで77％の職員が聴講し、他の職員には
院内webにて配信した（受講率100%）。“質と経営の両立”の重要性と具体的方策を「“患者
さんために”、“病院のために”、“自分自身のために”、今、何ができるか、常に考え行動す
る」をモットーとし発信した。2．「切れ目ない」ケア：『入退院支援センター』を中心に入院
前から退院後の生活を見据えた診療を行うと共に、“病棟・外来連携看護師”等が患者の｢心
のかけはし｣として活躍している。また、退院後の “電話訪問”を行う一方、全国のがんセ
ンターで唯一『訪問看護ステーション』を設けている。3．地域で支える：地域の医療施設に
訪問し”“顔の見える連携”を構築している。2015年より年間150以上の診療所・病院を医
師・連携室看護師・事務員3名で直接訪問してきた。コロナ禍にはweb訪問を開始し、現
在では直接訪問またはweb（遠方）のハイブリッド訪問を実施している。訪問後に協定を結
んだ連携協力施設は652施設となり定期的に情報交換や勉強会を行っている。
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SY25-2
HIV薬剤師外来における薬薬連携の強化と展望
長島∙浩二（ながしま∙こうじ）

国立国際医療研究センター病院薬剤部

HIV感染症は、抗HIV薬の進歩により外来通院でコントロール可能な慢性疾患となったが、
その一方で、患者の高齢化に伴い、合併症を有する患者が増加している。国立国際医療研
究センター病院（当院）のエイズ治療・研究開発センター（ACC）の外来では、薬剤師による
処方提案や薬物間相互作用の確認・相談など、積極的な介入を行っている。HIV感染症治療は、
その特性から服薬アドヒアランスおよび継続的なケアの維持が必要であり、保険薬局との
連携は非常に重要である。薬薬連携をはじめ院内・院外に限らない多職種によるチーム医
療の実践が求められており、当院ではACC外来カンファレンスへの保険薬局薬剤師の参加
やトレーシングレポートの活用等を通して保険薬局との連携強化に努めている。また、エ
イズ診療では多職種が連携したチーム医療が推進されており、医師，看護師，薬剤師等の
配置を定めた施設基準を満たす施設は，診療報酬でチーム医療加算が算定できるようになっ
ている。しかし、HIV領域では薬剤師単独や保険薬局との連携を通して取得できる算定は現
時点では存在せず、HIV感染症外来患者に対する薬剤師の薬学的管理の評価はないのが現状
である。本シンポジウムでは、HIV薬剤師外来における当院での取り組みを紹介し、今後の
薬剤師外来に期待される役割について議論を深めたいと考える。

SY25-1
さらなる薬剤師外来の可能性を考える
高田∙慎也（たかだ∙しんや）、橋下∙浩紀（はしした∙ひろかず）

NHO 北海道がんセンター薬剤部

北海道がんセンターでは10年前から外来治療センターで薬剤師が活動している。当初は診
察後の介入であったが、経口抗がん剤治療患者への介入をきっかけに、診察前介入を開始し、
今では、薬剤師外来として経口抗がん剤のみならず外来化学療法においても診察前介入を
行っている。
この薬剤師外来を行っていると、患者さんが抱えている不安、治療効果への期待など様々
な声を耳にする。この薬剤師外来では、その情報を取捨選択し、考えられる副作用やその
対応方法、必要な検査などの情報を医師へフィードバックする事が求められている。ここ
で求められるのは即断力と洞察力であり、日々の業務で少しずつ経験値を積み重ねること
で可能になると考えており、これらの力をつけることが重要と考えている。さらに薬剤師
外来で重要視している姿勢としてShared Decision Makingがある。この考え方は、医学
的な情報や最善のエビデンスと、患者の生活背景や価値観など、医療者と患者が、双方の
情報を共有しながら、一緒に意思を決定していくプロセスである。患者さんの副作用管理、
治療継続のモチベーションなどを確認し、患者ニーズに合った対応方法を考え、医師と共
有し適正な治療を継続することでQOL維持を目指している。これらの知識、技術をフル活
用することで、患者さんが自分自身で副作用マネジメントを実践し、治療できるようにサ
ポートすることが必要と考えている。
薬剤師外来の魅力は薬学的専門知識を最大限に発揮し、患者さんを支えることができるこ
とであり、本シンポジウムではその可能性と魅力を共有できればと考えている。

シンポジウム 25　プログラムの趣旨
2024年診療報酬改定により医師ががん患者に対して診察を行う前に薬剤師が服薬状況や副
作用の発現状況等を確認評価し、医師に情報提供や処方提案等を行う評価として「がん薬物
療法体制充実加算」が新設された。2014年にがん患者指導管理料3が算定可能となって以
降全国に薬剤師外来が普及し、約10年が経過する中で多くのアウトカムも報告されている。
さらにがん領域だけでなく各領域において取り組まれ、その評価と要望は高い。本シンポ
ジウムでは、施設ごとの施設事情や体制の違いはあるが薬剤師として患者への対応や介入
目標をもって実践されている薬剤師外来、診察前薬剤師面談の実例（がん領域だけでなく、
HIV、慢性期領域など）を紹介するとともに、実際に薬剤師外来の現場の薬剤師の悩みや問
題点、今後の課題について、第一線で活躍している各演者と参加者でこれらの情報を共有し、
課題解決のヒントが得られるよう今後の薬剤師外来について考えたい。

SY24-5
経営改善において看護部に期待すること
冨永∙哲（とみなが∙あきら）

NHO 本部経営情報分析室

一般に病院職員の6割程度は看護師である。また、患者、家族、院内多職種と様々な場面で
接することで、病院内部の事情に通じているのも看護師である。つまり看護集団には経営
改善のヒントが豊富に詰まっているということである。一方、NHOの病院職員というのは
看護師に限らず政策動向や自院の置かれた外部環境（競合病院、人口動向、患者数等）に関
してはアンテナがやや低いという印象もある。
患者減少に伴い病院間の競争がさらに激化する時代を前に、看護師が「自分たちはどんな
ルールの競争に参加しているのか」「勝利に向けてどんな基本セオリーがあるのか」を理解
しつつ外部環境に目を向けることができれば（おそらく今でも得意であろう）日々の業務改
善のみならず、地域でなくてはならないと評価されるための戦略構築・実行においても大
きな力を発するに違いない。
本シンポジウムではこうした観点から、看護師が「今でもできること」、「これからやらなけ
ればならないこと」、「そのために何が必要か」等について何らかの方向性をお示しできれば
と考えている。
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シンポジウム 26　プログラムの趣旨
退院支援においてソーシャルワーカーだけでなく、多職種で取り組まれている医療機関が
多いかと思います。本シンポジウムでは、「多職種連携における退院支援」をキーワードに、
日頃から多職種で取り組まれている活動や、患者さんが安心・安全に退院できることを目
指し、多職種で関わることのできた事例等を共有しながら、各職種の専門性の理解の促進
や多職種で協働することの重要性について、改めて皆様と一緒に考えられたらと思います。

SY25-5
当院における薬剤師外来の取り組みと課題
久松∙大祐（ひさまつ∙だいすけ）1,2

1NHO 九州がんセンター薬剤部、2NHO 九州がんセンター治験･臨床試験推進室

従来のがん化学療法は主に入院で行われていたが、近年のがん化学療法の発展に伴い、外
来での治療が主流となっている。このような背景を受け、薬剤師が外来がん化学療法に積
極的に関わる取り組みとして、薬剤師外来を設置する施設が増加している。2014年の診療
報酬改定にて｢がん患者指導管理料3（現在はハ）｣が新設されたことで、当院でも2018年
2月に薬剤師外来を導入した。さらに、2020年の診療報酬改定で｢連携充実加算｣が新設
されたことに伴い、当院では2022年6月より対象レジメンを限定（胃癌、大腸癌における
S-1+DTX、CAPOXを対象）して算定を開始した。当院の人員の都合上、外来化学療法室に
薬剤師が常駐できないため、医師診察前に薬剤師外来にて対象患者の面談を行う運用とし
ている。薬剤師が医師診察前に面談を行うことで有害事象評価やアドヒアランスの確認だ
けでなく、患者指導や医師への処方提案、多職種との情報共有が行える利点がある。また、
保険薬局への情報共有として、有害事象の評価、実施レジメンなどを情報提供書に記載の上、
患者へ交付している。連携充実加算の算定要件である研修会では、がん種毎のレジメン紹介、
チーム医療の取り組み、トレーシングレポートの書き方、有害事象の評価方法、病院薬剤
師と保険薬局薬剤師が連携して介入した症例報告などを盛り込み、保健薬局薬剤師のスキ
ルアップへ繋がる内容としている。薬剤師外来の取り組みにより、院内の多職種や保険薬
局薬剤師と情報共有が可能となった一方で、マンパワー不足により対象患者の範囲拡大や
薬薬連携の向上に支障を来している課題もある。本シンポジウムでは薬剤師外来の現状と
課題を共有する場としたい。

SY25-4
当院における薬剤師外来の取り組み
宮前∙文明（みやまえ∙ふみあき）、徳田∙裕子（とくだ∙ひろこ）、片桐∙成美（かたぎり∙なるみ）、大倉∙一毅（おおくら∙かずき）、
宮里∙敏大（みやさと∙としひろ）、亀岡∙大樹（かめおか∙たいき）、下田∙明広（しもだ∙あきひろ）、河田∙武志（かわた∙たけし）、
倉本∙成一郎（くらもと∙せいいちろう）

NHO 米子医療センター薬剤部

当院では、2017年に2名体制で薬剤師外来を開設した。当初は胸部・乳腺外科の経口抗が
ん薬のみ服用中の患者を対象に介入していたが、その後逐次的に消化器外科、呼吸器内科、
泌尿器科を対象に加え拡充してきた。さらに、経口抗がん薬服用患者以外では2018年7月
に糖尿病・代謝内科、2021年12月には循環器内科における慢性心不全患者と徐々に対象
を拡大していき、現在は5名の薬剤師による曜日担当制で、診療科の垣根を超えた包括的な
薬剤師外来を展開している。
薬剤師外来における主な業務としては、医師の診察前の問診、経口抗がん薬の初回説明や
支持療法の提案、インスリン製剤等の新規導入患者への自己注射指導、術前中止薬確認等
である。これらの取り組みに対して、関連する科の医師10名に対しアンケート調査を実施
した。その評価結果は昨年開催された第77回国立病院総合医学会ですでに発表しているが、
VASスケール10点満点中、診療への寄与は平均9.4、安全性向上の寄与は平均9.7であった。
特に、継続の要否については平均9.9と最も高い評価を得た。薬剤師に期待する業務として
は、副作用確認、処方提案、相互作用確認などが多く、また介入患者の拡大を希望する意
見があげられた。
現状の取り組みは、現在の薬剤師数で他の業務に差し支えが出ない最大限の業務内容に近
いため、今以上の業務拡充を実行することは容易ではない。今後も業務拡充を目指しつつ
この取り組みを継続し、医療の質の向上を通して病院薬剤師の地位のさらなる向上を目指
したいと考えている。シンポジウムでは、これら薬剤師外来の取り組み、及びその評価に
ついて報告する。

SY25-3
HIV薬剤師外来の有用性の検討
野村∙直幸（のむら∙なおゆき）1、河野∙泰宏（こうの∙やすひろ）1、安岡∙悠典（やすおか∙ゆうすけ）1、野田∙綾香（のだ∙あやか）1、
高田∙遼（たかだ∙りょう）1、高橋∙洋子（たかはし∙ようこ）1、濱岡∙照隆（はまおか∙てるたか）1、齊藤∙誠司（さいとう∙せいじ）2

1NHO 福山医療センター薬剤部、2NHO 福山医療センター感染症内科

福山医療センター（以下：当院）は、2018年9月にエイズ治療中核拠点病院の認定を受け、
広島県東部において約70名のHIV感染症患者の診療を担っている。HIV感染症患者への薬
剤師の役割として、初回面談、抗HIV薬開始および変更時の指導、抗HIV薬開始後の副作
用フォロー、その他患者や他職種からの相談応需などが挙げられるが、2018年から2020
年の3年間における当院薬剤師の面談率は21.4％であり、継続的な服薬支援が十分ではな
かった。抗HIV薬の進歩により、治療効果や服薬アドヒアランスは大きく改善したが、現
在でも毎日の内服が必要であり薬剤師による継続的な服薬支援は重要である。そこで2021
年5月から継続的な服薬支援を行う事を目的とし、HIV薬剤師外来の運用を開始し、受診毎
に面談を実施した。
その結果、電話診療や患者都合などを除いた面談が可能な患者への面談率は、運用開始1年
目では89.4％、2年目では99.1％と継続的な服薬支援を行う事ができた。また面談した患
者の内、薬学的な介入を行った患者は、運用開始1年目では31.3％、2年目では28.7％で
あった。一方で面談率の増加に伴い面談に要した時間は、運用開始1年目では52時間、2
年目では電話診療が減少したことも影響し73時間と増加した。そのため2023年9月から
は効率的な面談を目的に、薬剤師が事前に面談が必要な患者リストを作成し、リストをも
とに面談する運用に変更した。
本シンポジウムでは、運用開始に向けた取り組みや運用開始後の患者アンケート調査など
も踏まえて紹介し、情報共有の場としたい。
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SY26-4
栄養療法の多職種協働 ～管理栄養士とMSWによる地域連携の実例～
小川∙祐介（おがわ∙ゆうすけ）1、伊藤∙正子（いとう∙まさこ）1、佐藤∙拓海（さとう∙たくみ）2、吉田∙久美子（よしだ∙くみこ）1、
藤森∙実（ふじもり∙みのる）1

1NHO 信州上田医療センター統括診療部内科栄養管理室、 
2NHO 高崎総合医療センター患者サポートセンター

【はじめに】令和2年の患者調査の概況では1日の入院患者数は約120万人おり、65歳以
上が約90万人（75％）で高齢者が大半を占めている。急性期病院では高齢者の17.1 ～
34.7％はサルコペニアを有症していると報告されており、身体的自立度の低下、嚥下機能
低下、栄養障害を伴っている。サルコペニアは術後合併症の発生など入院期間延長につな
がる。一方でDPC導入病院の平均在院日数は12日弱（令和3年度）で年々短縮化傾向にあ
る。このため退院後も栄養管理が必要な患者は多い。【NSTと栄養管理、退院支援の重要性】
NSTは日本では1,300以上の施設に設立されており、重要な医療チームの1つである。近
年の高齢化を背景により多くの専門職種の介入を必要としている。地域包括ケアシステム
の推進により在宅や連携施設とシームレスな栄養管理を実践するため、MSW、退院支援看
護師を通じた地域連携の重要性が一層増している。以下にこれまでのMSWとの連携事例
について紹介する。【事例紹介】1 嚥下食の情報提供情報連携不足は不適切な食事提供にな
る恐れがあり、誤嚥や窒息事故のリスクを高めてしまうため、事前に情報共有を実施した。
2 難渋した経腸栄養管理栄養剤の選択や投与速度などで特に調整が必要な場合がある。腸
瘻管理症例について紹介する。3 高崎安中地域実務者連携会議で連携施設を中心に経腸栄
養分野の小口径コネクタ製品の切替えについて情報共有を実施した。【今後の展望】質の高
い退院支援を推進していく上で、MSWと管理栄養士は積極的に協働していくことが望まれ
る。MSWは地域連携の中核となる職種であり積極的にNSTに参加することで、地域一体
型のNST活動も実施しやすくなるではないだろうか。

SY26-3
理学療法士の立場から見た多職種協働のあり方 ―当院の退院前訪問指導の
実践を踏まえて―
鳥居∙龍平（とりい∙りょうへい）1、本山∙美紀（もとやま∙みき）2

1NHO 長崎病院リハビリテーション科、2NHO 長崎病院看護部地域医療連携室

長崎市内は、山地や丘陵地に囲まれており、平坦地が少なく、斜面地にまで住宅が建設さ
れている。特に中心市街地では山頂近くまで高密に住宅が建ち並び独特の斜面市街地が形
成され、「坂の町長崎」と言われる特異な景観を作り出している。生活スタイルの中に傾斜
路や数十段の階段が組み込まれており、高齢者が住みにくい環境を呈している。長崎市は
令和2年で32.4％（全国平均29.0％）と高齢化率の上昇が著しい。特に後期高齢者数が急増
しており、平成22年以降前期高齢者との割合の逆転が認められる。また一人暮らし高齢者
や高齢者夫婦世帯の割合も平成22年の58.3％から令和2年では65.4％と増加が認められ
る。要支援・要介護の認定者数も37.8％（全国平均32.1％）と全国と比較しても多く、医療・
介護サービスや地域全体での支援が求められる。長崎病院（以下当院）は長崎市内を一望に
見渡せる高台に位置する「地域になくてはならない病院」として、3つの柱を掲げ、急性期
病院では担えない医療を展開している。3つの柱のうち、「つなぐ医療」として、急性期を乗
り越えられた方の回復期医療としてリハビリテーション治療に力をいれており、在宅・後
方へつなぐ医療を行っている。当院では、自宅復帰を希望する患者に対して退院前カンファ
レンスや退院前訪問指導などを実施している。リハビリテーション部門では、専門職の立
場から、自宅復帰に当たって課題となる動線の評価、必要と思われるケア用具の選定など
を行い、多職種と協働で退院支援を行っている。

SY26-2
患者目線に立った退院支援　ピアサポーターとの交流会を通して
下田∙順子（しもだ∙じゅんこ）

NHO 鳥取医療センター精神科

精神科領域の退院支援には患者の退院意欲を高める支援や情報提供が必要だと感じ、2018
年度から入院患者学習会を当院の精神保健福祉士、自治体の保健師、地域支援者とともに
開始した。このような中、鳥取県東部圏域でも2020年度にピアサポーターの養成が始まり、
当院でもピアサポーターとの交流会を設けてはどうかと提案があった。そこで、多職種で
行っていた支援をピアサポーターの力もお借りして患者の退院意欲の維持や向上につなげ
たいという思いから、依頼を受けることとなった。入院患者学習会を2020 ～ 2022年度
は感染防止に配慮して、オンライン形式で開催したが、2023年6月からは、感染対策を行っ
たうえで、対面形式で実施した。交流会ではピアサポーターから生活の実際や、症状のコ
ントロールには時間がかかるが自己分析により対処法の獲得等の工夫やアドバイスがあっ
た。それにより、患者は地域生活をイメージすることにつながったと考えられる。私自身も、
相談やセルフモニタリング、クライシスプランの重要性を再認識する機会となった。ピア
サポーターとの協働により、患者はリアルな地域生活を知ることに役立っている。しかし、
症状により参加できない方がいる現状もあるため、患者への情報提供を目的に、交流会の
内容を「ピアサポーターだより」として作成し、病棟の共有スペースに掲示している。今後
もピアサポーターの活動に敬意を示し、外部の支援者とのつながりを大切に、患者の退院
意欲を高められるよう、患者目線に立ち、患者本人が「地域生活が維持できる」という自信
がもてるような退院支援を行いたいと考える。

SY26-1
多職種で退院支援を考える ―当院のソーシャルワーカー部門の取り組み―
大川∙友子（おおかわ∙ともこ）

NHO 高崎総合医療センター患者サポートセンター

医療機関の機能分化が進み入院患者の在院日数が年々短縮されるなか、退院支援の役割を
院内外から期待されているソーシャルワーカーは、日々多職種と連携しながら退院支援業
務を行っている。当センターでは、入退院センター、相談支援センター、地域医療支援・
連携センターを統合した「患者サポートセンター」を2020年に開設し、現在では医師、歯
科医師、看護師、薬剤師、リハビリテーションスタッフ、栄養士と協働し、入院時から退
院後の生活を見据えた支援を行っている。院内多職種で退院支援を考えるための取り組み
として「患者サポートチーム会」を開催しており、患者・家族が安心・納得した入院生活、
退院後のQOLの向上を目指した入退院支援を実施することを目的に、院内多職種がそれぞ
れの専門性を理解したうえで、多職種で退院支援に取り組む必要性を理解し、それを実践
しようという意識が醸成されている。地域の多職種とともに退院支援を考える場として「高
崎安中地域連携実務者会議」と「病院間カンファレンス」を実施している。いずれも概ね1
～ 2か月に1回の頻度で実施しており、連携実務者間の「人柄がわかる連携」を構築する場
となっている。患者の転院先での支援経過や転帰、連携上の課題を相互に確認することで、
当院での支援が適切であったかを評価し、その評価や連携上の課題を院内多職種へフィー
ドバックすることで、院内多職種が退院支援に関する取り組みの改善策等を検討する機会
となっている。多職種で退院支援を考えるための当院でのソーシャルワーカーの取り組み
を振り返り、皆様と改めて「多職種協働の退院支援」について考えることができれば幸いで
ある。
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SY27-3
食材費高騰と戦い、手作りの美味しさを届けたい！～クックサーブで
QOL・摂取率向上を目指す～
西村∙友裕（にしむら∙ともひろ）

富士産業株式会社業務本部危機管理部品質管理課

また値上げ…昨今のあらゆるモノの値上げに天井は見えない。病院給食費用の三大内訳に
おいて、食材費は2023年から2024年にかけて弊社比20%以上、人件費は2022年から
2023年の上昇率が最低賃金（全国加重平均）4.5%、経費の代表として、水道が一部の市で
は老朽化対策もあり2026年にかけ約20%の上昇が予想されている。その渦中、食事提供
が赤字となる病院は全国で90%を超える。限られたリソースの中で治癒効果の向上を図り
つつ、費用から目を逸らせない日々が続く。おいしさや喜びも求められる病院での食事提
供業務を、弊社はクックサーブ方式を主流に行う。これは味付けや形態、アレルギーを含
む詳細な個別対応への指示に、その場で即時且つ柔軟に対応できる等が利点である。しか
しそれには人手と時間を要し、特に労働力不足への対応は喫緊の重要課題である。対応策
の一つとして、以前より完全調理済み食品（完調品）を用いた食事提供を模索しており、立
案から流通に至るまでを取り組んでいる。また省人省力化への検討として、一部ではある
が厨房機器メーカーとロボットの導入への可能性、社内DXからの事務作業軽減も模索して
いる。病院給食が転換期を迎える中、これからの給食運営について多角的な視点から、皆
様と再考する機会を共有させて頂きたい。

SY27-2
セントラルキッチンから効率的・効果的な給食を！ ～ニュークックチル導
入で人手不足を解消～
井上∙和也（いのうえ∙かずや）

株式会社第一食品営業推進部

労働人口の減少、建築コストの高騰、賃金と食材の高騰等、昨今、避けがたい大きな波が
押し寄せ、給食業界を揺るがしています。また病院や介護施設では、食事提供の“質”と“効
率”が重要な課題。弊社は、院外のセントラルキッチンで調理から洗浄までを可能にする「完
全院外調理システム」を開発しました。本システムの目的は、人手不足に困窮している病院
や介護施設における給食を安心安全に供給できることと、大幅な厨房スペースの削減を可
能とすることです。これにより、院内での調理スタッフの配置を必要とせず、効率的かつ高
品質な食事提供が可能となりました。本システムでは、ニュークックチル方式を採用。セ
ントラルキッチンで調理後、急速冷却された食材を盛り付け、トレイメイクを行い、配膳
車にセットした状態で各病院へ配送されます。配膳車は再加熱カートを用いて加熱。これ
により、施設での調理スタッフの労力が大幅に削減されるため人件費、さらには水光熱費
や厨房面積の削減のみならず、破損食器の更新費用や厨房機器のメンテナンス費用の削減
が可能となり、無駄・無理・ムラのカットと食事の安定供給が実現。また新築予定の病院
では、厨房スペースの大幅カット、厨房機器の設置コスト削減に繋げることが可能です。「完
全院外（セントラル）調理システム」は、昨今押し寄せる様々な価格高騰の波に対応し、これ
からの厳しい時代を担う画期的なシステムであると考えます。まさに、給食部門の効率的
運用、食事の安定供給を実現する有効なソリューションであると結論付けられます。今後、
さらなる技術革新とサービス改善により、より多くの病院や施設での導入が期待されます。

SY27-1
期待される適切な栄養管理とは ～管理栄養士のいまとこれから（現状と課
題）～
赤尾∙正（あかお∙ただし）

大阪樟蔭女子大学健康栄養学部健康栄養学科

医療施設における食事提供は治療の一環として位置づけられ、治療効果に配慮した適切な
食事が提供されなければならない。しかし、患者への個別対応が進むと食種を増やす要因
となり、結果、調理作業工程が煩雑になることで生産性が減少し、労務費や教育コストな
どの増加に繋がる。平成29年度厚生労働省の入院時食事療養の収支等に関する調査では、
約700円/日/人の赤字で、制度の持続可能性を高める観点から、給食の運営をより効率
的・効果的にしていく必要がある。そのためには、高い栄養管理の機能を維持しつつ適切
な食種の設定について、病院機能、病床数規模、調理業務の形態や調理システム等と併せ
て検討する必要がある。これらについて「特定給食施設等における適切な栄養管理業務の運
営に関する研究（市川班）」をもとに報告し、食形態別の使用食品の基準と適用の目安、代
表的な治療食における栄養基準量等の集約に関する試案をまとめる。今後は、電子カルテ・
オーダリングシステムで活用されている、（一財）医療情報システム開発センター（MEDIS-
DC）が公開するマスターに、食種や食形態、禁忌食品などをコード化することで、栄養管
理システム（部門システム）との円滑な連携が可能と考える。【参考文献】厚生労働行政推進
調査事業費補助金「特定給食施設等における適切な栄養管理業務の運営に関する研究」2021
年度報告2-3栄養基準量等の集約化、適用に関する試案（代表：静岡県立大学、市川陽子）
https://ichikawa-hls-research-grant19-21.com/index.php/result_2021/

シンポジウム 27　プログラムの趣旨
2024年度診療報酬改定では、1997年以来、約30年ぶりに「入院時食事療養費」が見直さ
れた（＋30円/食）。しかし、光熱水費、食材料費、人件費の高騰が続いている昨今、委託
費用の増加を伴うことで、病院給食を取り巻く環境は著しく変化し、非常に厳しい時代へ
の突入となった。一方、管理栄養士の診療点数加算は、拡大傾向にあり臨床への期待は年々
高まっている。栄養管理が高度化する今、給食経営にも精通した管理栄養士の病棟配置が
理想的ではあるが、退職に伴う労働力不足に直面、本当に必要な患者に、高度な臨床栄養
管理を適切に提供するためには？今後人材確保が困難となりつつある中、今回「クックチル
方式」VS「クックサーブ方式」それぞれのメリット・デメリットを解説頂き比較検討したい。
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SY28-3
能登半島地震時の神経難病患者の受け入れ状況と今後の課題
石田∙千穂（いしだ∙ちほ）1、安井∙正英（やすい∙まさひで）2

1NHO 医王病院脳神経筋疾患センター脳神経内科、2NHO 七尾病院呼吸器内科

2024年1月1日に能登半島最大震度7の地震が発生し、甚大な被害にみまわれた。NHO
七尾病院（石川県七尾市・震度6強、病床数214床）は、被災した職員も多く断水が続く中、
6月末日までに地震に関連してのべ50名の入院を受け入れた。うち25名が神経筋難病患者
で、発災直後8名、1月末までにさらに5名で、主に自宅や被災地域避難所・病院からの入
院であった。2 ～ 6月にはさらに13名の入院があり（1名転院後再入院）、県内中～南部の
病院からの転院が多かった。6月末時点で自宅退院は10名、施設入所1名、転院1名、入
院継続14名であり、死亡者はいなかった。NHO医王病院（金沢市・震度5強、病床数310床）
はライフラインに問題なく、当院診療中の人工呼吸器装着者の無事は1月2日に確認できた。
地震関連の神経難病入院受け入れは3月末までに12名（うち当院通院6名、人工呼吸器装
着5名）であった。当院に通院し地震被害のため在宅療養が困難となった患者は、発災から
数日間で当院へ入院した。一方、金沢市やその近郊にある4つの救急病院は、被災地域から
疾患問わず多数の患者を受け入れて病床が逼迫していたため、当院は1月中旬より積極的に
救急病院へ働きかけて神経難病患者の転院を引き受けた。6月末時点で当院入院継続は5名
で、死亡者はいないが、1名が地震を契機に病状が悪化した。県内とはいえ被害が甚大だっ
た地域から比較的遠方で交通事情も劣悪であった中、地域の支援スタッフとの連携は良好
であった。一方、院内に患者安否確認方法についてコンセンサスがなかったこと、院内各
部署にある在宅療養患者リストが統合されていなかったことなどが課題としてあげられた。

SY28-2
大災害時の在宅患者への対応検討プロジェクトその後
松村∙剛（まつむら∙つよし）

NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

当院は神経筋難病と呼吸器疾患を中心に診療しており、在宅人工呼吸・酸素療法患者が約
400名いる。二次医療圏外に住んでいる患者も多いため災害時の対応が課題である。2018
年9月に台風21号が関西を直撃。電柱の倒壊で大阪府下広汎に停電が発生。当院は14時
に停電、17時に復電したが、院外では広域で停電が長時間続いた。停電後1時間から在宅
酸素療法、3時間を超えてから在宅人工呼吸療法患者や保健所からの問い合わせが集注、直
接来院する患者もいて対応に追われた。病棟での対応能力が懸念されたため、身体的に安
定している患者は、家族によるケアを条件に療養介護病棟のプレイルームに受け入れたが、
プライバシーや病棟業務への影響など課題が見られた。この体験から、大災害時の避難受
け入れについて「大災害対応検討プロジェクト」を発足し検討した。平時対応としては自助
力強化にむけた、患者指導マニュアルの作成と見直しや、電源確保が必須な高用量在宅酸素・
呼吸器離脱不能患者の情報共有の工夫を検討した。災害時対応としては、タイムラインの
ある災害では発災前の受け入れを主とし、発災後はその時点の対応能力に応じて入院・避
難対応を検討すること、避難対応は休棟病床を利用すること等を検討した。しかし、2023
年に豊能地区の保健所が行った調査では、終日呼吸器装着患者でも災害対策をしていない
との回答が1割程度見られ、8割近くが発災前避難はしないと回答し、同年近畿地方を通過
した台風7号でも問い合わせはなかった。発災後避難はリスクが高いため、居住空間安全確
保、地域での電源確保策、近隣の避難先確保など居住地域レベルでの対策構築も求められる。

SY28-1
神経難病患者の災害対策　～自助から公助につながる個別避難支援計画を～
和田∙千鶴（わだ∙ちづ）

NHO あきた病院脳神経内科

これまでの大規模自然災害の経験から、発災直後も医療を継続する必要がある神経難病患
者に対してはその特性に配慮した独自の災害対策が必要であることが明らかとなった。特
に、停電が命に直結する医療依存度の高い在宅人工呼吸器使用患者の対策は急務である。
また、大災害の場合は自助のみでは不十分であり、共助や公助との連携がその後のさらな
る減災につながることを患者に理解してもらうことも重要である。一方で「災害時要援護者
の避難支援ガイドライン」（平成18年3月、内閣府）にそって策定されている避難支援計画
では、各自治体が全体計画を策定し、災害時に避難支援が必要な住民の名簿を作成、そして、
その名簿にそってその地域の避難支援等関係者が「個別避難支援計画」を作成する。このよ
うな自治体主導の「要援護者避難支援計画」が全国で策定されつつある。避難支援が必要な
神経難病患者もこの対象者として当然含まれ、その個別避難支援計画の立案には日頃から
その患者に関わっている医療福祉関係者の協力が必須である。災害対策基本法の改正（令和
3年）も行われ、個別避難支援計画策定に福祉専門職の参画が極めて重要と明記された。ま
ずは喫緊の課題である在宅人工呼吸器装着難病患者の個別避難支援計画の策定を早急に進
めるとともに、すでに医療福祉関係者で策定している場合は、自治体の「要援護者避難支援
計画」と連携できる体制を整備し、関係者間で定期的に協議する場を設ける必要がある。今
回のシンポジウムでは、まずはこの自治体主導の「要援護者避難支援計画」の仕組みを皆様
にご理解頂き、今後の神経難病患者の個別避難支援計画策定の際にお役立て頂きたい。

シンポジウム 28　プログラムの趣旨
令和6年1月1日発生の能登半島地震のように本邦ではいつどこにでも、地震、風水害など
様々な災害が生じうる。難病を含めた神経・筋疾患患者には、人工呼吸器装着、運動障害
などにより災害時の避難行動に支援が必要であるなどの、いわゆる災害弱者が多く、防災・
減災のためには平時からの準備が重要である。本シンポジウムでは各演者から難病患者の
災害対策の総論、取り組み、能登半島地震時の患者受け入れ対応などの講演をしていただき、
参加者の皆で神経難病患者の災害対策を考えていく機会としていきたい。
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SY29-3
新卒採用で機構を選んだ立場からの意見
石橋∙遥（いしばし∙はるか）

NHO やまと精神医療センター療育指導科

令和4年4月より国立病院機構の近畿グループの新卒採用で入職した。当初は、病院に入
所している重症心身障害児者の方々に楽しんでもらえる療育活動や行事を提供したいとい
う理由で志望した。機構で働く保育士を知ったきっかけは、中学生の頃に参加した療育指
導室のボランティア活動である。ボランティア活動の中で誕生月の利用者をお祝いしたり、
戸外に散歩に出たりと利用者が生き生きと活動されている姿を目の当たりにし、利用者を
支える仕事について興味をもつようになった。入職して3年が経ち、長期入所の利用者だけ
でなく、通所や居宅訪問など在宅の利用者への支援にも携わることができ、機構の保育士
の業務は多岐にわたることを実感した。また、現在は強度行動障害を有する利用者の支援
にあたり、行動療法や絵カード構造化など専門的な知識や技術を学びながら働いている。

SY29-2
保育者養成校と医療現場の保育士をつなぐ人材育成の課題
鹿島∙房子（かしま∙ふさこ）

聖徳大学短期大学部保育科

【はじめに】近年、人材育成の難しさは保育士職に限らず、多くの職種で言われている。し
かし、これは今に始まったことではなく、いつの時代も「人材育成」は現場を担う人たちに
とって大きな課題であったことに違いない。ここでは、保育士養成校の教員の見地より、
保育者養成校と医療現場の保育士をつなぐ人材育成の課題について検討したい。【保育士養
成におけるカリキュラム再編】世の中のニーズの移り変わりとともに、保育士養成カリキュ
ラムも2019年から再編された。学習の時間数が増えた部分として、「高まる乳児保育のニー
ズへの対応力」、「子どもや家族の心を理解する力」などが挙げられる。一方、時間数が減っ
た部分として、「身体について理解する力」「相談支援や連携についての力」などが挙げられ
る。【保育者養成校の現状】保育者養成校の多くは、幼稚園教諭と保育士資格のダブル取得
ができることを売りにしている。なぜなら、2つの資格を持っていると就職先を選ぶときに
選択肢が広がるからである。学生は、医療の現場で働く保育士のことを知る機会が殆どな
いのが実情である。知る機会がないと興味関心につながるわけがない。実際に「保育士養成
カリキュラム」の中で　学べる時間数は「障害児保育」の科目、15回授業の中で1回分、「重
症心身障害児・医療的ケア児の理解と支援」での位置付けでしかない。【人材育成の課題】保
育学生の時代に、いかに医療現場で行われている保育の知る機会を作っていくか、そのや
りがいを伝えていけるかが大きな課題である。保育士養成校の教員と現場の保育士がつな
がりを持ち、自分たちの仕事を様々な形でアピールしていただけることを願ってやまない。

SY29-1
現場から考える国立病院機構保育士採用の状況
小野澤∙源（おのざわ∙はじめ）

NHO 東埼玉病院療育指導室

国立病院機構における保育士採用の現状は年々厳しさを増している。保育士に欠員が発生
し募集をかけてもすぐには希望者が現れず、数か月から長いもので年単位という期間で欠
員が埋まらないといった状況も散見されるようになってきた。そもそも国立病院機構にお
ける保育士業務の多くは18歳以上の大人を対象とした業務が中心となっており、保育士を
志す学生の多くが希望する子どもを対象とした業務ではないという構造上の不利を抱えて
いることも大きな要因となっている。さらに各グループによって採用方法も異なっており、

「グループ一括採用」の方法をとっているグループもあれば、欠員が出た病院が直接採用す
る「現地採用」をとるグループもあり、この問題への統一した取り組みを難しくしている側
面もあると考える。特に現地採用の場合、欠員が出ることは年度末が多く試験も2月3月
となり、一般的な保育園などの採用試験が行われる9月～ 11月とは大きく時期が外れるこ
とで優秀な人材確保の側面からも問題を抱えている。給与や福利厚生など安定した環境で
業務に従事できるという国立病院機構保育士の強みであった部分も、特に大都市圏におい
ては初任給の上昇や家賃全額補助など福利厚生の強化により揺らいできている現状もある。
これら状況を踏まえ、現在は各病院規模にとどまる学生向け説明会への参加をはじめとし
たアピールをグループ単位や機構全体で実施することや、構造上抱える問題の解決への取
り組みを早急に開始する必要性があると感じる。

シンポジウム 29　プログラムの趣旨
現在、一般保育園などを含めた保育士採用の状況は令和5年の段階で有効求人倍率が全国平
均2.5倍程度、東京都内など競争率が高い地域になると3倍以上、4倍に近い状況となって
おりいわゆる「売り手市場」となっている。そのような状況の中、国立病院機構における保
育士採用についても募集後応募が長期間に渡って無いなどの様子が散見されはじめている。
また養成校などで保育士を目指す学生のほとんどが一般の保育園への就職を目指す中、国
立病院機構採用の保育士は一部を除き18歳未満のいわゆる「子ども」のみを対象とした業務
には従事できないという学生側の希望と採用側の状況に大きな隔たりがあることも採用に
おける大きな問題となっている。このセッションでは国立病院機構主任保育士、養成校教員、
実際に国立病院機構を就職先に選んだ保育士をシンポジストとし、未来につながる持続可
能な人材確保について意見交換する。
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SY30-2
近畿部会での取り組みと次のステップ
大西∙幸代（おおにし∙さちよ）

NHO 奈良医療センターリハビリテーション科

【PT協議会近畿部会での取り組み】国立病院PT協議会近畿部会では、2018年から人材育成
のために学術局が設置され、新人教育マニュアルの作成に取り掛かった。2019年4月には
新卒者を対象とし、新人教育マニュアルの運用を開始した。マニュアルの目的は、近畿グルー
プの全施設で統一した教育を行えるようにすることである。その主な内容は、新人教育の
基本方針、到達目標、目標を達成できたかを評価するためのチェックシートである。2022
年度には新人の範囲を3年目までに広げた。この6年間で、マニュアルは改訂を重ね、様々
な教育ツールも追加している。さらに、研究を支援、促進するための部を学術局に設置し、
臨床研究や学会発表に関する手順書の作成や情報発信などを行っている。また、中堅職員
や役職者をも含めたキャリアラダーを作成しているが、より具体的なラダーにするため、
現在も改訂を進めている。【3協議会近畿部会での取り組み】近畿部会では、PT協議会だけ
でなく、OT協議会、ST協議会でも新人教育マニュアルを作成している。そして各施設で
は、各協議会が作成した新人教育マニュアルをもとに年間スケジュール等を作成し、新人
教育を進めている。【今後のステップ】課題は、各協議会で作成したマニュアルの差異である。
各施設で3職種の人材育成に取り組むためには、3職種共通マニュアルが必要と考える。共
通マニュアルは新人教育から取り組みはじめ、中堅職員や役職者へと拡大していきたい。

SY30-1
教育分野の視点から
中川∙誠（なかがわ∙まこと）

NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

リハビリテーション部門における人材育成の課題と方向性を考えるにあたり，教育分野の
視点から1）背景から卒前教育2）臨床実習から卒後教育3）人材育成の課題4）今後の方向
性に沿って整理した。背景としては，周知のとおり，少子化（18歳人口の減少），四年制大
学志向，学力・意欲の低下，養成校の増加等があげられる。卒前教育では、養成校の歴史、
理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成校数の推移，教育ガイドラインについて，臨床
実習から卒後教育では，臨床実習の現状，生涯学習システム，キャリア指標等について概
説する。人材育成の課題と今後の方向性として，少子化，学力・意欲の低下と二極化，養
成校の増加，卒前教育では，入学基準，新カリキュラムの影響，卒業到達度目標，臨床実
習の変化（クリニカルクラークシップ；CCS，客観的臨床能力試験；OSCE），卒後教育では，
採用基準，OJTの在り方，実習指導者教育，研修療法士制度，大学院教育をあげて考察する。
本シンポジウムをとおして，3職種から様々なご意見を拝聴し，リハビリテーション部門に
おける人材育成の課題から方向性について共に考える機会としたい。

シンポジウム 30　プログラムの趣旨
我々医療従事者が各医療現場においてより良い診療を提供するには、学校に入学してから
の卒前教育、入職してからの卒後教育に至るまで多くの時間を有して人材の育成がなされ
ていく必要がある。リハビリテーション部門の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士にお
いても同様に、より安全で効果的な診療を患者に提供出来る人材を育てていくために、日々
学校や各医療施設において教育的な働きかけが行われているが、各臨床現場からは人材育
成の難しさについての意見も散見している。今回、「リハビリテーション部門における人材
育成の課題と方向性」というテーマで卒前の教育機関である学校の立場や理学療法士・作業
療法士・言語聴覚士それぞれの領域で実際に行われている人材育成の現状や課題について
各シンポジストにご提示いただくことで、今後どのようにしてこれらの課題を克服し、よ
り良い人材育成の体制を整えてていくべきかという方向性を探っていく。

SY29-4
他事業所から転職した立場から見る国立病院機構保育士
松田∙直樹（まつだ∙なおき）

NHO 沖縄病院 療育指導室

国立病院機構保育士は人材不足という現状がある。私がそうであったように、転職を考え
ていても国立病院機構で保育士という職種がある事を知らない人にとって、新卒者と違い
採用試験の情報が入りにくかったり採用情報を目にしても具体的な職務内容が分かりづら
いという印象がある。また、転勤のある保育士というのも求人に対する応募者が少ない原
因と考えられる。実際に勤務して感じたことは他事業所と違い教育環境も良い人材が定着
しない要因と推測する。人員不足、転勤可能保育士などの問題から新人保育士への満足い
く教育ができていないのではないかと考えられる。これまで保育士や福祉に携わる仕事を
していない保育士資格を持っている方でも、一般企業での経験や人生経験で得たスキルを
活かせる保育士というのは国立病院機構の強みだと感じる。今以上に国立病院機構の保育
士を世の中に認知してもらい、新卒者だけでなく転職を考えている人からの応募も増える
よう国立病院機構保育士としての魅力をアピールしていく事が人材確保する上での課題と
考える。
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SY31-1
神経筋難病病棟におけるコロナ禍を経験した日中活動の変化
川邉∙祐樹（かわべ∙ゆうき）

NHO 医王病院療育指導室

コロナ禍において神経筋難病の療養介護サービス利用者は、面会制限で家族との繋がりが
希薄となり、病院スタッフ以外と顔を合わせることができないがために社会との繋がりを
絶たれ、外出や病院へのイベント訪問などの機会も無くなり気分転換の場さえ奪われた。
身体は思うように動かせないが、様々な思いや考えを持って生活している彼らにとって、
コロナ禍は生活、また生活に関わる考え方さえも変えてしまったように思われる。
同時にITが著しく発展したのもコロナ禍である。eスポーツやeボッチャなど、その場にい
ずともオンラインシステムを利用することで対戦が可能となり、就労に関しても条件をク
リアすれば院内にいながら働くことができるようになり、ITの発展が彼らの生活に大きく
影響することとなった。
一方で、一昨年当院にて同患者を対象に行った日常生活の満足度調査では、8割の利用者が
現状の生活に満足、と答えた。離床率が低く、他患者との関わりは皆無に近い状態ではあっ
たが、先に述べたITやサブスクリプション、SNS等の発展で、パソコン1台あれば充実し
た1日を過ごせてしまう状況がこの結果を生んだと思われる。
昨年よりリハビリスタッフとともに取り組んでいるのが、他患者交流を目的とした離床活
動である。主に任天堂switchを使用したゲーム交流ではあるが、入り口がゲームという彼
らにとって入りやすい内容だったことで参加率は高く、交流機会も2倍以上に増えた。意図
的に行った活動ではあるが、他者との繋がりを持つ良い場面となっている。
コロナ禍で新たに生まれたものをうまく利用しながらも、他者や社会との繋がりが持てる
ような支援を今後も継続していかなければならない。

シンポジウム 31　プログラムの趣旨
重症心身障害病棟、神経筋疾患病棟、小児病棟で実施してきた日中活動（保育）は、新型コ
ロナウィルス感染症の影響を受け、様々な制限を強いられ大きく変化した。コロナ禍で活
動を工夫したり方法を模索したりしながら5年目となった。当初は不安と戸惑いがあった
が、新しい活動の在り方を保育士個々人が考え、新しい形を作っていった。2020年より「新
型コロナウィルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修会」は全4回、全国
の施設が取り組みを発表した。施設間で情報交換を行いながら、コロナ禍で活動を続ける
中で、少人数で関わる事で発見できた利用者の気づきや信頼関係の再構築、また、オンラ
インなどの新たな活動様式で、他施設や外部との繋がりを深める事が出来るなどメリット
も感じている。まだまだ課題はあるが個々人に応じた活動の充実を目指し、コロナ禍でも
立ち止まることなく歩み続けたいと思う。

SY30-4
言語聴覚士キャリアアップ支援の立場から
田場∙要（たば∙かなめ）

NHO 南九州病院リハビリテーション科

【緒言】言語聴覚士（以下，ST）に対する教育は同職場・同職種の先輩方から行われることが
多い。NHOにおけるST数は他のリハビリ職種より少なく，管理職配置率も低く，人材育
成に難渋する場合がある。筆者からは九州部会の取り組みを紹介しSTにおける人材育成の
課題について検討材料としたい。

【九州部会の取り組み】PT・OT・ST各協議会九州部会では，3団体合同事業のひとつでキャ
リアアップ委員会を運営している。その中で新人育成は，新人用キャリアパスとプリセプ
ター制度が特徴である。プリセプターは同職場・同職種・少し上の経験年数の者を選択す
ることが多い。一方でSTの場合は前述の条件に該当するプリセプターを用意できないこと
がある。そのような場合に他施設の経験のあるSTに協力を要請するサポーター制度がある。
本シンポジウムでは九州部会のサポーター制度活用事例について紹介する。これは経験の
あるSTに相談でき助言をもらえる有効な手法ではあるが，短い期間に繰り返し介入できな
い等の課題がある。また，他職種共通事項については同職場・異職種のプリセプターをは
じめとする支援体制は不可欠である。
役職者養成については士長・副士長・主任ともに同一のパスを使用しているが，特に主任
では実際の業務で携わっていない項目もあり各職場内での活用について模索している。

【まとめ】九州部会の取り組みから，パスを使用することやプリセプター，サポーター体制
をとることは効果があると思われる。同職種プリセプターが用意できない場合であっても
共通項目については異職種プリセプターをはじめとする支援体制が必要であり，役職者に
ついてはパスの職場内活用が課題と思われる。

SY30-3
NHO、NCの強みを活かしたい！各グループで支え合う人材育成を目指して
古田島∙直也（こたじま∙なおや）1、吉田∙葉子（よしだ∙ようこ）2

1国立精神・神経医療研究センター病院身体リハビリテーション科、 
2NHO 宇都宮病院リハビリテーション科

【はじめに】
国立病院機構（以下,NHO）の理念として,セーフティーネットや質の高い教育・研修に努め
ることを使命として掲げており,国立病院機構法第十五条では医療に関する技術者に対する
研修を行うことと明記されている.NHOは令和6年1月時点で,作業療法士が1075名の会
員が在籍する日本最大級の組織であり,このメリットを活かすため国立病院作業療法士協議
会で実施した『支え合う人材育成』についての取り組みを報告する.

【取り組み】
1、セーフティネットを支えるワーキンググループ（以下,WG）として全国6つに分かれる
グループからメンバーを集め,筋ジストロフィー WG,重度心身障害者WG,精神WGを発足
させた.これらWGは,情報共有だけでなく教育環境が整備されていない施設へのサポート,
質の均てん化を目的に施設間で共有できるツールとしてのQ＆A集の作成を実施している.
2、各グループで企画した研修会が組織全体で共有できるようアーカイブ研修会を実施して
おり,効率良く研修会を企画したり会員に還元できるようなシステムを運用中である.

【今後の取り組み】
オンラインでの活動が盛んになり,大きい組織のメリットを活かしやすい環境になったこと
で各グループがつながる土台ができた.この活動を継続しつつ,教育ラダーや各種資料の共
有などを行いたいと考えている.

【課題】
協議会の活動は業務とは違い,協議会の役員が持つ倫理観や信念によって成り立っており担
い手の継続という面で不安定な状況である.また,大きな組織であるゆえの連携の困難さが
ある.同職種の連携だけでなく多職種も一緒に行う横の連携をするために,さらなる体系化
が望まれる.
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シンポジウム 32　プログラムの趣旨
保険医、保険医療機関として保険診療、保険請求を行うには、健康保険法等の各種関係法
令に基づく必要がある。従って、これらの関係法令を知らないことは、行政処分を免れる
理由にはならない。と、保険診療をおこなうための基準が医療法で設けられている。提供
したcurecareの根拠が診療録に無ければ不法とみなされることは周知のことである。しか
し、処方・検査・処置などは物流が動くため管理しやすいが、行動を起こす思考の言語化
は統一された基準がなければ記録から辿ることが困難である。近年の電子化されたシステ
ム機能を用いたとしても標準化されていないことによる課題がある。科学の発達により医
療分野も専門的な分化が進み、それを扱う職種が細分化し言葉も多様化している。こういっ
た弊害から生まれるコミュニケーションエラーは、医療の安全と質の提供にも影響を及ぼ
す。診療録の監査において、その項目や実施する職種やタイミングの標準化を目指して考
える機会としたい。

SY31-4
新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修
を実施して～日中活動の観点から～
大栁∙和宣（おおやなぎ∙かずのぶ）1、西巻∙靖和（にしまき∙やすかず）2、稲澤∙淳一（いなざわ∙じゅんいち）3、
恩智∙敏夫（おんち∙としお）4、古賀∙聖子（こが∙せいこ）5、鶴田∙久美子（つるた∙くみこ）6、松木∙泰地（まつき∙たいち）7

1NHO 北海道医療センター療育指導室、2NHO 小諸高原病院療育指導室、 
3NHO 下志津病院療育指導室、4NHO 茨城東病院療育指導室、 
5NHO 肥前精神医療センター療育指導室、6NHO 菊池病院療育指導室、7NHO あきた病院療育指導室

療育指導室は、国立病院機構のセーフティーネット分野の病床を担う病院に配置され、生
活と福祉の視点から患者と家族を支えている。日中活動は、病院を生活の場としている患
者にとって生活の一部であり、特に重症心身障害病棟においては発達支援の意味合いでも
欠かせないものである。しかし、近年の新型コロナウイルスの影響で、家族の面会制限、
行事の中止、日中活動の制限が余儀なくされ、患者のにも影響を及ぼすことになった。コ
ロナ禍においてどのように日中活動を継続していくか、病棟や感染対策室と連携をはかり、
各施設の療育指導室が工夫を凝らし、実践してきた。令和4年度から2年間、全4回にわたっ
て、機構本部主催にて新型コロナウイルスをはじめとした感染症対策について国立病院機
構の経験や知見を広めることを目的とした「重症心身障害領域の療育オンライン研修会」を
実施してきた。研修会では、オンラインという新しい研修形式で、感染対策を講じながら
取り組んできた各施設の日中活動等を全国の公法人立の重症心身障害施設や支援学校、民
間事業所をはじめ、国立病院機構に対しても「新しい日中活動の形」として発信し共有した。
新型コロナウイルスの5類移行後も、各施設の事情や対応は様々であり、まだまだ制約され
た現状にある。療育指導室はおかれた環境でどのように患者と向き合い、日中活動を提供
していくべきなのか。オンライン研修の運営を通して得たそれぞれの知識、技術をどのよ
うに活かしていくか、施設を超えて検討するとともに、更に見識を深めていきたい。

SY31-3
豊かな日中活動を目指して　～居宅訪問から在宅支援を考える～
今井∙由香理（いまい∙ゆかり）

NHO 奈良医療センター療育指導室

当院通所支援事業所「ぽかぽか」は、放課後等デイサービスと多機能型通所支援（居宅訪問、
児童発達、生活介護）を展開しており、在宅で生活している利用者の生活の一端を担ってい
る。
令和3年居宅訪問型児童発達支援事業「ぽかぽかStep」を開設し、医療度が高く外出が困難
な児童の自宅へ訪問を開始して3年が経過した。その中で、日常生活が安定してきた児童は、
新たなステップとして近隣の事業所へ移られている。一方、新規契約では、NICU等の病院
から退院後、自宅で支援を受けたいと希望される利用者が増加しており、登録者の低年齢
化が進んでいる。
現在は、登録者数10名に対し、1人当たり月2回～ 3回訪問しており、日中活動支援と家
族支援等と保育士の役割は大きい。居宅訪問を利用する家族からは、「療育活動を通して遊
ぶことの楽しみを感じ、様々な体験や経験をしてほしい」という声が多く、保育士の専門性
が必要とされている。在宅支援の重要性から、居宅訪問は通所の職員に限らず、療育指導
室全体として取り組みながら質の高い日中活動支援の提供を目指している。
その結果、児童を対象とした居宅訪問の取り組みは、病棟や短期入所の児童にも個々に応
じた日中活動の提供に繋がっている。さらに、医療的ケア児についても入所に向けて受け
入れの調整を行っている。
重症心身障害児および、医療的ケア児の在宅支援は、誕生から成人に向けて事業形態を変
えながら継続しており、豊かな日中活動を提供していく為には、法律や制度を理解しながら、
ひとつひとつのステージに合わせた支援が必要である。また、質の高い福祉サービスの実
践と医療度に関わらず受け入れできる支援体制が全体として求められている。

SY31-2
小児科病棟におけるコロナ禍の保育活動から考える今後の展望
柴田∙優子（しばた∙ゆうこ）

NHO 小倉医療センター統括診療部小児科

当院では2009年に保育士が1名配置後、徐々に増員され、現在計3名の保育士が活動して
いる。2020年新型コロナウイルス感染症の流行期は、感染対策のために新生児センターの
保育が中止となり、配属の病棟のみの保育となった。また集団での保育が禁止となり、日々
の保育や行事が個別対応となり、一回あたりの時間も制限され、行事は毎月から年3回に変
更になった。そこで、流行期の保育では以下の4点に重点を置き、保育に取り組んだ。1.親
子で遊ぶ時間が増え、以前にも増して保護者が遊びを知らないことに気付き、家でも遊べ
る遊びを伝える。2.個別保育を継続することで、当たり前の日常を提供する。3.行事を看
護師と協力して開催することで、スタッフにも子どもたちと一緒に楽しめる時間を作る。
4.プレイルームを閉鎖ではなく、個別で時間制限をつけて利用できるようにし、長期入院
の子どもたちへ遊ぶ空間を提供する。今後の展望としては、今回の感染症流行期での接触
が制限された中での保育の経験を生かしつつ、保育士が入ることができない隔離部屋への
保育の工夫を考え、子どもたちへ遊びを提供することによる不安軽減に努めていきたいと
考えている。
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シンポジウム 33　プログラムの趣旨
臓器移植は末期的臓器不全に対する置換型医療として確立されている。ドナーとして脳死
体、心臓死体、生体があるが、脳死ドナーからの移植が国際的には一般的である。本邦で
は1999年の脳死下の臓器提供以来、2024年5月までに1076例の脳死臓器提供があり、
心臓 862例、肺 915例、肝臓 905　例、腎臓 1379例、膵腎同時 464 例など、合計
4693例の臓器移植が行われた。しかしながら、現状の臓器提供数では移植に至らず、移植
待機中の死亡も多い。白血病をはじめとする血液疾患の治療のためには、骨髄移植などの
造血幹細胞移植が必要であり、毎年2,000人の骨髄移植が必要と考えられているが、骨髄
バンクを通して骨髄移植を受けることができる患者は1,200人程度である。本セッション
を通じて、国立病院機構の職員が移植医療の現状を理解し、移植医療への貢献を考える機
会になることを期待する。

SY32-3
当院における質的監査の実施と標準化に向けた考察
盛永∙剛（もりなが∙たけし）

NHO 北海道がんセンター医療情報管理室

当院医療情報管理室では継続して量的点検を実施し点検結果を病院情報管理委員会にて報
告しフィードバックを行ってきた。質的点検については過去数回実施されたが、その後は
継続した質的監査が行われてこなかった背景があり、今回電子カルテ更改を機に質的監査
を改めて再開することとした。質的監査の実施者は医師1名（副院長）、看護師1名（病棟師
長）、診療情報管理士1名の計3名にて、一か月に一診療科5症例を監査することとして開
始した。質的監査項目は4分類7項目及び監査者の総評とし、評価シートによる点数評価と
して監査を行う方式とした。監査結果については3名の点数を合計し平均点を算出して毎月
開催される病院情報管理委員会にて報告後、各医長へ報告しフィードバックする方式とし
ている。現在監査を始めてから3か月程度経過しているが問題点も多く浮き彫りとなってき
ているため、監査方法の改善に向けた取り組みが必要となっている。当院で行った質的監
査を行った経過から、標準化に向けた取り組みとして3つの側面から考えたい。1つ目は監
査方法に関する標準化、という側面で監査実施者が変更となっても評価が変わらないよう
な工夫が必要であると考える。2つ目は質的監査を実施するため体制の標準化という側面で、
各施設で置かれている状況も異なるため、できるだけ監査実施者の負担を減らし効率良く
質的監査が行える環境を整える必要があると考える。3つ目として監査項目の標準化という
側面で、統一した項目にて質的監査を行うことにより、監査結果について機構内の他施設
との比較が可能となるため、機構全体の診療記録質向上に繋がると考える。

SY32-2
多職種による全常勤医師分の診療録質的監査実施について
金三津∙美奈子（かねみつ∙みなこ）

NHO 横浜医療センター医療情報部医療情報管理室

当院の質的監査は、長らく診療情報管理士が年に数回行っているのみであった。しかし、「多
職種による質的監査の実施」について課題であることは認識されていたものの、手付かずの
状態となっていた。
診療録監査については後回しになっていたため2021年から診療録の専任者を置き、診療録
監査を実施した。監査実施マニュアルは他院のものを参考に、当院用に修正して使用。
2021年度は年に2回、計24件（各診療科1例）の監査を管理士のみで実施。2022年度は
医師、看護師、管理士でチームを組み40件実施。2023年度は管理士と委員会メンバーで
の監査を4チームに分かれて22診療科分の実施。（6月に電子カルテ更新があったため年1
回のみの開催）監査結果は専任の管理士がまとめて診療録管理委員会で報告した。
多職種と言っても医師、看護師を加えるのみであったので、2024年は実施メンバーを管理
栄養士、理学療法士にも拡充して実施。さらに「常勤医師全員分のカルテを1例以上監査す
る」と言う目標を設定、2か月に1回、年6回で18診療科（108件）とし、足りない分は診
療録管理担当が退院時監査を実施する。今回のシンポジウムでは学会開催時まで実に施し
た監査結果をお示しする。
診療録は、診療の記録であり、請求上の根拠となるものである。欠落等のない適正な記載
のために、監査は必要なものであるが、マニュアルがあっても個人の見解が異なるため、
結果のバラつきが生じている。全国統一の監査項目および回答の基があれば、どこでも同
じ基準で監査が実施できる。医師、看護師、その他コメディカル等が異動した先でも同じ
手順で実施できることになれば質的監査については大きな効果になると期待する。

SY32-1
「ベストカルテ作成運動8年間の変遷」

酒井∙早（さかい∙さき）1,2、竹田∙美香（たけだ∙みか）1,2、島田∙裕子（しまだ∙ひろこ）1,2

1NHO 大阪南医療センター事務部企画課診療情報管理士、 
2NHO 大阪南医療センター診療録管理委員会

病院の適切な管理・運営のために診療記録の充実と情報共有することは重要である。しか
し、多職種がそれぞれの専門知識による診療情報を記載するため、共通認識で共有するこ
とが難しい。当院は、過去に重大なアクシデントを経験した。この経験を機に、2017年よ
り毎年「ベストカルテ作成運動」を実施している。この度、活動の8年間の変遷を辿り、診
療録の監査について国立病院機構における共通監査項目を考える一助にしたい。この活動
は、診療記録を記載する多職種が最高な診療記録を作成していくための前向き活動である。
一次監査は診療情報管理士が量的監査を行い、二・三次監査は診療録管理委員会と医療安
全管理室による多職種で構成した6チームを立ち上げ質的監査を行った。監査項目は病院
機能評価や院内規程を参考に作成し、大きな修正や更新は行わず活動を毎年継続している。
最高なカルテ作成を促す活動の為、事前に対象例を登録する方式である。2017年60件、
2018年68件、2019年65件、2020年60件、2021年32件、2022年50件、2023年
34件、2024年40件と登録数に変動があるが、感染症による日常が変革した時期も無理を
せず継続してきた。毎年、禁忌・アレルギーの情報共有する場所について、そのルールの
周知と徹底の強化を促している。その効果、2017年63.1％から2023年17.6％と、記載
不備が減少したことから活動の浸透が推測できる。ベストカルテ作成運動の活動が、診療
記録の質向上に繋げる事ができたと考える。しかし、情報の共有すべき内容は多岐に渡た
る為、情報の共有方法を柔軟に考えられる文化づくりを全体でおこなうことが重要である。
診療情報管理士の専門性を磨くことも課題のひとつと考える。
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SY33-4
最新の臓器移植と確実に増える臓器提供への院内対応の実際
高原∙史郎（たかはら∙しろう）1、山永∙成美（やまなが∙しげよし）2、湯沢∙賢治（ゆざわ∙けんじ）3

1関西メディカル病院腎移植クリニック、2熊本赤十字病院移植外科、 
3NHO 水戸医療センター移植医療臨床研究部

日本の臓器移植の成績は世界トップレベルである。また日本から導入され世界のスタンダー
ドとなっている移植医療として、生体肝臓移植や生体肺移植、ABO血液型不適合間の腎臓
移植・肝臓移植などがあり、また全ての臓器移植において20年以上の長期成績は先進国
の中でも日本が最良である。国立病院機構に所する施設では、腎臓移植と膵臓移植、肝臓
移植で実績がある。課題は脳死下での臓器提供数が圧倒的に少ないことであったが、最近、
状況が大きく変わりつつある。「厚生労働省が主導で行われている臓器提供の機会を逃さな
いための研究事業」「都道府県行政と腎臓バンクが行ってきた臓器提供の可能性のある病院
への支援事業」「院内コーディネーター研修」「病院機能評価における臓器提供情報の加点」
等の地道な活動が基礎となり、2024年6月から施行された「DPC係数の改訂」によって、
臓器提供の実績（過去3年以内に1例あるいは2例）がDPCの地域医療係数の一つとして、
最大1Pが付与されることになった。機能病院群を例にとれば、500ベッド程度の施設であ
れば、3年以内に2回の脳死臓器提供があれば毎年800 ～ 1000万円、1回の脳死臓器提供
があれば400万円前後の収益が増えることになる。何より病院開設者にとって、DPC加点
1点という効果が大きい。課題は、「臓器提供の可能性のある症例を見落とすことがないよ
うにすること」そして「臓器提供の実務としての院内業務が医療スタッフの大きな負担とな
らないようにすること」である。この課題に対しては、日本中に様々な成功パターンがあり、
今回のシンポジウムでは主要な成功例を提示する。

SY33-3
同種造血幹細胞移植の現状と課題
河北∙敏郎（かわきた∙としろう）

NHO 熊本医療センター血液内科

同種造血幹細胞移植（同種移植）は1960年代に米国で開発され、難治性の血液疾患に対す
る根治的な治療として白血病、骨髄異形成症候群、悪性リンパ腫、再生不良性貧血など様々
な疾患が対象となる。近年では国内で年間3,500件以上が実施されており、ドナーは血縁
骨髄（約200件/年）、血縁末梢血幹細胞（約1,000件/年）、骨髄バンク骨髄（約800件/年）、
骨髄バンク末梢血（約300件/年）、臍帯血（約1,300件/年）と多岐にわたる。
同種移植の一貫した課題として、移植関連死亡（TRM）と移植後の再発が挙げられる。従来
20 ～ 30％に至っていたTRMは、前処置（移植前の化学療法や全身放射線照射）毒性、感染
症、移植片対宿主病など合併症に対する管理の向上によって近年では10-15％程度まで抑
制された。新規薬剤や前処置の工夫によって再発率を低下させる試みも続いている。ドナー
の確保に関しては、骨髄バンクや臍帯血バンクの充実に加えて、近年ではHLA半合致移植

（HLAが半分不一致のドナーからの移植）が低リスクで行えるようになり、移植を必要とす
るほぼすべての患者に移植が可能となった。移植後の根治例が増加するにつれて長期生存
者の生活の質（QOL）や二次がんリスクの評価も進み、ただ生きるだけでなく「より良い人
生を生きる」ことも大きな目標となっている。移植後患者のサポートには医師だけでは限界
があり、平成24年度診療報酬改訂で新設された「造血幹細胞移植後患者指導管理料」によっ
て、医師や専門看護師による「移植後長期フォローアップ 外来」にて診療報酬の算定が可能
となった。本項では、同種造血幹細胞移植の進歩と現在の課題について概説する。

SY33-2
肺移植・心肺移植の現状と課題
奥村∙明之進（おくむら∙めいのしん）

NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器外科

肺移植は末期的呼吸不全に対して行われる臓器置換型医療であり、間質性肺炎、肺気腫、気
管支拡張症、リンパ脈管筋腫症、肺高血圧症、 アイゼンメンジャー症候群などが適応とされ
る。肺移植の歴史は1981年の米国 Stanford 大学での心肺移植で始まり、肺単独の移植の
長期生存は 1983年のカナダのトロント大学の片肺移植によって得られた。International 
Society of Heart and Lung Transplantationの registry によれば 1992年から2018年
の間に世界で約7000例の肺移植、約3000例の心肺同時移植が行われており、年々増加し
ており2017年には年間で約4500例の肺移植が行われている。日本での肺移植の長期生存
例は1998年の岡山大学における生体肺葉移植が最初であり、脳死下の肺移植は2000年の
東北大学と大阪大学での片肺移植で始まる。肺移植数も増加傾向にあり、2023 年の1年
間で127例の肺移植が行われて、2023年までの26年間に生体肺移植、脳死肺移植、心肺
移植併せて計1167例が施行された。内訳は、脳死片肺移植438例、脳死両肺移植433例、
生体肺葉移植293例、心肺同時移植3例である。本邦の肺移植の5年生存率は脳死、生体
ともに70%以上であり世界の平均の約60%に比べて良好である。肺移植の登録者数は増加
傾向にあり、2023 年には228例の登録があり、現状での肺移植数では待機患者のすべて
が脳死肺移植を受けることは難しい。そのため、日本では生体肺葉移植が行われることも
多い。脳死ドナーからの臓器提供の増加が求められる。

SY33-1
国立循環器病研究センターにおける心臓移植の歩み
福嶌∙五月（ふくしま∙さつき）1、塚本∙泰正（つかもと∙やすまさ）2

1国立循環器病研究センター心臓外科、2国立循環器病研究センター移植医療部

国立循環器病研究センター（NCVC）では、脳死下心臓移植を開始するにあたって、1989
年に心臓移植医学的適応検討会が開始し、以降、米国の心臓移植施設にて研修を行うなど
準備を重ね、1997年の臓器移植法成立以降は、心臓移植対策室を設立するなど体制を強化
した。1999年5月に第一例目の心臓移植（本邦第二例目）を成功裡に実施した。2010年7
月の改正臓器移植法施行に伴い、心臓移植実施数も増加傾向となり2023年には過去最高
の年間32例を実施するなど、2024年6月までに計214例の心臓移植を実施してきた。移
植時のレシピエントの平均年齢は39.7±15.5歳で、0-9歳のレシピエントは7例（3.3%）、
60歳以上の高齢レシピエントは22例（10.5%）であった。レシピエントの原疾患は拡張型
心筋症が63%、肥大型心筋症が10%、虚血性心筋症が9%であった。移植待機期間は平均
1424±814日と約4年であった。移植後生存率は平均観察期間7.0±5.9年（最長24.9年）
で5, 10, 15年生存率はそれぞれ95%, 95%, 87%と国際心肺移植学会レジストリーでの報
告より高い生存率である。経過観察中の死亡は15例（急性期死亡4例・遠隔期死亡11例）
に認め、急性期の死因は脳合併症が2例・感染症が2例であった。日本での移植成績が海外
での報告に比べて良好な原因としては虚血性心筋症の割合が少ないこと、レシピエントの
年齢が若いこと、移植心冠動脈病変の発生が少ないことが挙げられる。一方で高齢者ドナー
が多いことは日本の移植の特徴でもあり、NCVCでも成人心臓移植症例の43%は50歳以
上のドナーからの提供であった。本発表では、これまでのNCVCでの心臓移植の歩みを紹
介するとともに、今後に向けた課題について議論したい。
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SY34-2
当院RRSの現状と推進に向けた戦略的取り組み
田口∙裕子（たぐち∙ゆうこ）1、磯部∙雄一（いそべ∙ゆういち）1、前川∙雄三（まえかわ∙ゆうぞう）2、筒井∙三記子（つつい∙みきこ）1、
小村∙聡一朗（おむら∙そういちろう）3、野田∙英一郎（のだ∙えいいちろう）4

1NHO 九州医療センター看護部、2NHO 九州医療センター診療看護師、 
3NHO 九州医療センター循環器内科、4NHO 九州医療センター救急科

当院のRRSは24時間365日対応しており、平日日勤帯は救急科医師、平日夜間はJNP、祝
休日は循環器科医師が担当している。RRSはBLS/ACLS委員会が主導している活動であり、
メンバーには病院幹部や医療安全管理部も含まれ、月平均の起動件数は20 ～ 30件である。
当院の基本理念である「病む人に寄り添い、安全かつ最適な医療を提供します」に基づき全
職員にRRS起動基準が周知され、院内の専門医と速やかに連携が図れる体制となっている。
当院RRSのあるべき姿は、「患者の安全・安楽を最優先し院内心停止症例を減少させるため
に、RRTメンバーが協力的・主体的に行動できる」としている。毎月の委員会内で前月に
RRS要請のあった全症例の報告を行い、必要時には関係部署へフィードバックを行ってい
る。現在の問題点として、RRS対応者が1人であり精神的・体力的な負担が大きいこと、日
替わりでRRSを担当している医師に「やらされ」感があること、また現場とRRTとの連携が
不足していること等が挙げられる。そのため、RRSがチームとして活動できるシステムを構
築すること、また各部署とRRTとの連携を強化すること、そのための各部署のサポートメ
ンバーの活用が課題であると考える。認定看護師や特定看護師も活用してRRSを担うスタッ
フを増やすなど、タスクシェア・シフトも念頭に置き、病む人に寄り添う医療・看護の実
践を目指していきたい。

SY34-1
当院の救急外来患者に対するRapid Response Systemについて
吉村∙望（よしむら∙のぞみ）、大塚∙剛（おおつか∙つよし）、阿部∙淳子（あべ∙じゅんこ）、古谷∙良輔（ふるや∙りょうすけ）

NHO 横浜医療センター ICU

【背景】NHO横浜医療センターの救命救急センター外来部門は軽症から中等症患者を対応す
るエリア（救急外来）と重症患者対応を行うエリア（初療室）で構成され、救急外来看護師は
Japan Triage and Acuity Scale（JTAS）を用いた患者の緊急度判定に基づき診療場所を決
め、医師の診察が始まるまで適切な頻度で観察を行い患者安全を担保している。2018年糖
尿病性ケトアシドーシスが疑われた患者に対し、救急外来看護師と担当内科医とのコミュ
ニケーション不足により救急外来で未治療のまま長時間放置してしまった事例が発生した。
本事例が契機となり翌年から救急外来における「重症コール」システムが構築された。本シ
ステムの判断項目は重症患者対応に不慣れな看護師でも判断しやすいようバイタルサイン
から得られる生理学的所見のみの構成とした。担当看護師は各項目に設定した基準に達し
重症度が高いと判断した時点で救急科医師に連絡し、患者を初療室に移動する権限を持つ。
応需した救急科医師は救急外来に急行し患者対応にあたるルールである。【目的】「重症コー
ル」の運用成果と問題点を抽出し、本システムが当院救急外来のRapid Response System

（RRS）として機能しているのかを検証すること。【方法】本研究ではコロナ禍後2023年度の
救急外来受診患者について調査分析を行った。【結果・考察】「重症コール」導入により、救
急外来観察中患者の予期せぬ死亡の発生はない。救急外来看護師が本システムを活用する
ことにより救急外来重症患者への治療開始までの時間が短縮し、主診療科医師と救急科医
師が協働した質の高い医療提供が可能となる。

シンポジウム 34　プログラムの趣旨
Rapid Response System（RRS）は、患者の重症化の前兆を適時に認識して、速やかに対応
し、予期せぬ院内心停止や院内死亡といった重篤な有害事象を減らそうとする試みであり、
日本に導入され約15年が経過した。当初導入施設は、なかなか増えなかったが、2022年
度診療報酬改定で急性期充実体制加算が加わったことが、NHOを含む多くの急性期病院に
RRSを導入するキッカケとなった。しかし、人材不足、認知不足などにより多くの病院が
RRSの導入、継続に苦労しているのが現実である。今回は、昨年度のNHO本部主催のRRS
のセミナーを受講していただいたRRSを導入している各病院からそれぞれの試み、状況を
紹介していただき、NHOにおけるRRSの最適解をディスカッションしていきたい。

SY33-5
臓器提供の現状と課題―救急医療の立場から
大西∙光雄（おおにし∙みつお）

NHO 大阪医療センター救命救急センター

臓器提供に関わることの多い救急医療において、“脳死とされうる状態”に患者が陥った場
合、患者の意思表示と患者家族の意思を尊重しながら診療を進めることになる。“臓器の移
植に関する法律”が施行されたのは1997年からであるが、この法律のもとでは臓器提供は
増加しにくい実態があった。2010年に改正臓器移植法が施行され、本人の意思が不明であっ
ても家族の承諾があれば15歳未満を含めた臓器提供が可能となった。原則的に“脳死とさ
れうる状態”と判断され、脳死判定が可能である患者の家族に対して臓器提供の機会がある
こと、臓器移植コーディネーターの説明を聴くことができることを家族に伝えその意思を
必ず確認している。また、日常的に行われる救命救急センターのカンファレンスに入院時
重症患者対応メディエーターが参加しており、“脳死とされうる状態”と判断される前から
患者の病状を共有し、患者家族のサポートに入っている。当院では小職が赴任した2019年
4月から現在まで2例の臓器提供があり、2021年から2022年度で入院時重症患者メディ
エーターが関与した臓器移植に関連する事例は4例存在した。いくつかの課題が認められた
が、例えば1例目で担当医の負担が大きくなりがちであったため、2例目では交代制勤務の
中で対応できるようにした。臓器提供が特別な医療ではなく、通常の医療と同様に対応す
ることは臓器提供のみならず医療全てにおける患者や家族の意思をよりよく汲み取り、ま
た医療スタッフの特別な負担にならず、臓器提供に対応しやすくなると考えている。自施設、
発表者自身の経験を交えて現状と課題を報告する。
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SY34-6
活動開始から約9か月、相模原病院におけるRRSの立ち上げと現在地
朝隈∙禎隆（あさくま∙さだたか）、佐久間∙由紀子（さくま∙ゆきこ）、別當∙早希（べっとう∙さき）、木島∙昌美（きじま∙まさみ）、
梶∙悠生（かじ∙ゆうせい）、神保∙孝史（じんぼ∙たかふみ）、寶泉∙春夫（ほうせん∙はるお）、伊藤∙壮平（いとう∙そうへい）、
井上∙裕路（いのうえ∙ひろみち）、仁木∙有里子（にき∙ゆりこ）、不聞∙一貴（ふもん∙かずき）、佐藤∙奈緒美（さとう∙なおみ）、
福元∙大介（ふくもと∙だいすけ）、室田∙力（むろた∙ちから）、本井∙綾子（もとい∙あやこ）、増山∙玲子（ますやま∙れいこ）、
細谷∙智（ほそや∙さとし）、金澤∙秀紀（かなざわ∙ひでき）、安達∙献（あだち∙けん）

NHO 相模原病院救急科

相模原病院は、神奈川県の北西部に位置する人口72万人の政令指定都市である相模原市の
南部に位置し、病床数458症、新入院患者数 約1200人/月、救急搬送件数約540件/月、
全身麻酔件数約220件/月と相模原市中・南部の中心的な地域医療支援病院である。地域
医療構想における急性期病院としての生き残りをかけた取り組みの一環として、 “断らない
救急医療”を目指し、現在では年間約6000件に増加しているが、救急搬送件数の増加とと
もに、緊急入院患者が増加、重症患者や急変患者に遭遇する機会も増えていった。当院に
おけるRRS発足の動機付けとしては、「人間は誰でも間違える（To Err is Human）」という
考えを基礎とし、重症患者・急変患者の診療により担当医療従事者が負う心理的・身体的
負担および責任を、担当医療従事者のみの肩に背負わせず、病院全体でサポートする体制
を構築し、“断らない救急医療”により生じる負担を少しでも軽減し、かつ診療科ごとの縦
割りの診療体系において、横断的に即応するチームの存在により診療科間の風通しもよく
したいという狙いがある。2022年4月よりRST/RRTワーキングを設置し、RRS活動開始
の準備を開始、およそ1年半の期間を経て2023年10月に活動を開始した。現在、活動開
始からおよそ9か月が経過し、月の平均要請回数は3.25件、計26件（6月末時点）の要請
があったが、RRSの定着を示す月20 ～ 30件/1000入院の目標にはまだ遥かに遠い道のり
が残されている。産声を上げたばかりの当院RRSにおける活動開始までの道のりを振り返
ると共に、現時点で抱える問題を共有し、同じ悩みを抱えるRRSと知恵を出しあって活動
をさらに前に進められたらと考えている。

SY34-5
当院におけるRRS導入に向けての取り組み-変革の8ステップ分析から見
出した課題と対策-
近藤∙さゆり（こんどう∙さゆり）1、森口∙裕美（もりぐち∙ゆみ）1、佐野∙幸枝（さの∙ゆきえ）1、柳澤∙智子（やなぎさわ∙ともこ）2、
河野∙慶一（こうの∙けいいち）3、安田∙直史（やすだ∙ただし）3、古川∙勝規（ふるかわ∙かつのり）3

1NHO 千葉医療センター看護部ICU、2NHO 千葉医療センター看護部、 
3NHO 千葉医療センター診療部

【背景】当院では2021年1月からICU看護師主導で平日週1日外科系2病棟に対してCCOT
（Critical Care Outreach Team）活動を開始した。2022年4月からは内科系2病棟を追
加し現在4病棟で平日週2日間のCCOTラウンドを行っている。今回、CCOTから医師も
介入するRRSへ拡充するための取り組みと課題について報告する。【活動内容】RRSを熟知
する為に診療部、看護部、認定看護師でRRS研修を受講した。この研修で変革の8ステッ
プを参考に現状と課題を分析した結果、主に2つの課題が抽出された。1.当院の救急医療
体制は救急医療対策検討委員会、災害ワーキンググループ、CCOT、ICLSチームが別々で
活動しており系統づけが明確化されていなかった。2.RRSの周知不足があった。1に対して
は小委員会を新規に設立してCCOT・ICLSチームを統合し、救急医療対策検討委員会の下
部組織とした。さらにこの小委員会には各病棟から担当者を選出し、CCOT・ICLSと病棟
スタッフとの連携を担う活動を開始した。2に対しては医療安全管理室の支援のもと全職員
に対してRRS研修を開催し、広報活動を行う予定である。併せて診療部の協力を得て、急
変の予兆の段階で介入できるようプロトコルの整備やRRS担当医師と主治医、CCOTスタッ
フ、病棟看護師との連携体制の構築を検討中である。またICU看護師に対してRRS活動に
必要な知識と技術の教育を継続していく事も必要と考える。【結論】RRSの構築に際し、多
くの課題が抽出された。それらの課題を解決すると共に、全職員へのRRS活動の認知・広
報活動・必要性の教育を繰り返し行う必要がある。そして看護師を中心に患者の急変の予
兆に気づき、RRSコールを行うという風土を根付かせていく。

SY34-4
当院におけるRRSの現状と課題
増田∙幸子（ますだ∙ゆきこ）、荒木∙健志（あらき∙たけし）、西園∙和起（にしぞの∙かずき）、森∙貴昭（もり∙たかあき）、
堀川∙修一（ほりかわ∙しゅういち）、松尾∙徳久（まつお∙のりひさ）、小渕∙幸稔（こぶち∙ゆきとし）、淺野∙太郎（あさの∙たろう）、
重野∙晃宏（しげの∙あきひろ）、内田∙雄三（うちだ∙ゆうぞう）、鳥巣∙藍（とりす∙あい）、日比野∙愛子（ひびの∙あいこ）、
中原∙知之（なかはら∙ともゆき）、窪田∙佳史（くぼた∙よしふみ）、権∙志成（ごん∙ちそん）、白水∙春香（しろうず∙はるか）、
日宇∙宏之（ひう∙ひろゆき）、中道∙親昭（なかみち∙ちかあき）

NHO 長崎医療センター高度救命救急センター

【はじめに】当院ではCPAを想定したドクターコール（以下DC）の運用を行っていたが、
2017年度よりRRSを導入し24時間稼働している。【目的】当院におけるRRSの現状と問
題点を検討する。【方法】2019~2023年度におけるRRS症例の検討を行った。またRRSが
関与していないDC症例及び高度救命救急センター転入症例より潜在RRS需要を検討した。
2023年に国立病院機構主催のRRSセミナーに参加し当院の問題点を検討した。【結果】RRS
要請件数の年度毎の推移は2019年度から順に12→22→42→49→79件、その内時間
内の要請は4→4→4→4→3件であった。高度救命救急センター転入症例（時間内/外）
は2019年度から順に71（25/46）→73（30/43）→67（27/40）→110（55/55）→101

（44/57）件であった。DC症例は2019年度から順に44→48→34→43→36件、そのう
ち予期せぬ心停止（DNARの指示がない症例）は23→33→16→22→25件であった。潜
在RRS需要数（急変前8時間以内にRRS要請項目に合致するもRRSが要請されなかった症
例）は2019年度から順に（時間内/外）21（3/18）→17（4/13）→9（3/6）→23（8/15）
→21（3/18）件だった。RRSセミナーでの当院の問題点としてはRRS認知不足や、RRS要
請時の看護師と医師とのコンフリクトなどが挙げられた。【考察】RRS要請数は増加してい
るが、予期せぬ心停止数は減少していない。時間内外ともRRS活用は不十分である。RRSが
要請されない原因としてはRRS周知不足や医師のRRSに対する理解不足が考えられる。【結
語】RRSの活用は依然不十分である。啓蒙活動や医師のRRSへの理解を促す活動が必要であ
る。

SY34-3
病院規模に応じた最適なRapid Response Systemについて
奈良場∙啓（ならば∙ひろむ）、本間∙由希（ほんま∙ゆき）、最首∙明子（さいしゅ∙あきこ）、杉田∙礼子（すぎた∙れいこ）、
野中∙美奈穂（のなか∙みなほ）、林∙辰彦（はやし∙たつひこ）、矢野∙徹宏（やの∙てつひろ）、平山∙一郎（ひらやま∙いちろう）、
石井∙充（いしい∙みつる）、冨永∙善照（とみなが∙よしてる）

NHO 埼玉病院救急科

Rapid Response System（RRS）は、患者が急変する前に気づき、そして介入することで、
重症化を防ぐためのシステムである。1995年にその概念がオーストラリアで提唱されて以
降、世界各国に広まり、日本で導入されてから15年以上が経つ。最近では、厚生労働省に
よる診療報酬改定に際し、急性期充実体制加算にRRSの項目が追加されて以降、RRS導入の
気運は高まっている。しかし、RRSの導入や運営は一筋縄ではいかない。RRS自体が、複数
診療科・複数職種にまたがる横断的なシステムであり、病院ごとに（実現可能かつ）最適な
RRSが異なるからである。日本の診療スタイルを鑑みた時に、RRSのあるべき形は確立され
つつある。ゴールとの差分を明確化し、病院ごとに最適なRRSを運営できるような取り組
みが必要である。国立病院機構には全国140の病院があり、病院の機能としても多岐にわ
たる。経験豊富な施設からの学びは大きいが、A病院でできていることが必ずしもB病院で
できるとは限らない。今回、いくつかのパターンを提示し、病院規模に応じた最適なRRS
について提言・概説する。



524

PD4-3
ITで看護教育を発展させ、ITを学校経営に活かすにはどうすればよいか
藤井∙光輝（ふじい∙みつてる）

NHO 浜田医療センター附属看護学校

ITを用いることで看護学校は経営・教育効果を得られるのか、学生確保も述べたい。

1．カリキュラムにおけるITの活用（Webex＋WebClass）
3校（島根ー山口－広島）合同カリキュラム、2校（島根－鳥取）合同講義を運用して
　・NHOネットワークの活用（専門領域の補填、学びの深化）
　・講師負担軽減や謝金削減（働き方改革、教育投資につなげる）
　・他校では行えない学校の魅力づくり（差別化）

2．ITを用いた教育方法を探る
　・タブレットはどう活用するか
　・チャットGPTで仕事効率が大幅に向上する
　・スマートグラスを用いた教育の可能性（DX促進事業）

3．ITを用いた学生確保戦略と帰属意識醸成
　・ SNSの活用：方略は、マーケティング調査、アルゴリズムの理解、アナリティクス活用、

学生アンバサダー効果

PD4-2
臨地実習におけるICT導入事例
清水∙良太（しみず∙りょうた）

富士フイルムシステムサービス株式会社エンタープライズサービス事業本部ビジネス創出部ビジネス推
進グループ

看護基礎教育の中で大きな割合を占める臨地実習。多くの養成校で日誌やレポートの紙運
用による学生の手書き負担、紛失リスク、更に教員の業務負荷や指導者との連携の取りに
くさという課題を抱えています。これらを解決すべく、弊社の持つ「臨地実習支援システム」
とその活用例をご紹介いたします。

PD4-1
NHO附属養成所におけるICT活用の意義と目指すべき方向性
岡村∙眞喜子（おかむら∙まきこ）

NHO 本部医療部サービス・安全課

2020年に改正された看護師等養成所の運営に関する指導ガイドラインでは、基礎分野にお
いてICT活用するための基礎的能力を養う教育内容を含むことが明記された。医療現場等で
はICT機器の導入が急速に進んでいることに鑑み、ICT機器の操作だけでなく学生時代から
情報・デジタルリテラシーを学ぶことも求められている。2020年の新型コロナウイルス感
染症の拡大は教育の現場にも大きな影響を与え、感染対策として対面授業が制限され、遠
隔授業の実施を余儀なくされた。それにより、各校において学内通信環境の整備や教材の
電子化等、ICTの活用が急速に進行した。遠隔授業ではオンデマンド型授業と双方向のオン
ライン授業が行われ、学習の目的や状況に応じた活用がなされた。オンデマンド授業は反
復学習することが可能であり、繰り返し視聴することにより学習内容の理解を深めること
ができ、また学生の学びの場所や時間の制約がなく主体的な学習を促進することができる。
一方、双方向のオンライン授業では、複数校での合同授業が実施可能となり、学生は専門
性の高い講師から授業を受けることができるようになったり、他校の学生と刺激しあい学
習できる環境をもつことができる。このようなコロナ禍で獲得したICT活用のスキルを継
続、発展させることにより、教員の働き方改革への寄与や災害時の危機管理へも対応する
ことが可能となる。今後、当NHOの強みであるネットワーク活かし、ICT活用を駆使した
教育を実践することにより、新たな看護基礎教育のあり方を創造していく。

パネルディスカッション 4　プログラムの趣旨
現在、医療や教育における様々な分野で広くITが活用されている。NHO附属看護学校でも
コロナ禍を契機にWEB会議やオンライン授業、テレワーク等が行われているが、いまだ十
分に活用しているとは言えない。今回「看護学校で活用している、活用したいIT」というテー
マで、基調講演を含めさまざまな立場からの発表と討論を通して、看護学校におけるITに
関する現在の問題点と今後の方向性などを考えたい。
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オーガナイズドセッション 4　プログラムの趣旨
嚥下障害は, 生活の質を大きく左右する重要な問題ですが, 超高齢化社会にあって, 嚥下障
害患者はますます増加し, 喫緊の課題となっています. 嚥下障害患者の問題としては, 経口
摂取の制限による栄養障害, QOL低下, および, 誤嚥性肺炎の発症などが挙げられます. こ
れは, どの患者にも起こりうるため, 専門科を問わず, 医師, 看護師, 言語聴覚士, 歯科医師, 
栄養士, 介護福祉士など, 多職種が連携して対応することが求められています. そこで, 今
回, 「嚥下障害」をテーマとした, 診療科や職種を横断したセッションを企画することとしま
した. 演題は, 嚥下障害の基礎的な話, 各病院での取り組み, 呼吸器疾患に焦点を当てた臨床
研究など, 多岐にわたります. 耳鼻咽喉科, 脳神経内科, 呼吸器内科などの診療科の医師だけ
でなく, 言語聴覚士, 看護師を含むさまざまな関係者の参加による, 活発な議論と情報交換
が行われることを願っています. 

PD4-6
危機管理への対応～学生の安全確保・学習保障への取組み～
片寄∙典子（かたよせ∙のりこ）

NHO 新潟病院附属看護学校

新潟病院附属看護学校は、新潟県柏崎市にある。昭和14（1939）年に傷痍軍人新潟療養所
附属看護婦養成所として開校された。昭和27（1952）年国立新潟療養所附属准看護婦養成
所になり、昭和53（1978）年国立新潟療養所附属看護学校（3年課程）になり、現在に至っ
ている。JR柏崎駅から南西3kmの高台（海抜40m）に位置し、バスで10分、車で7分の距
離にある。北陸自動車道柏崎インターから車で20分、国道8号沿いの交通至便な場所に位
置している。令和4（2022）年12月19日（月）から20日（火）にかけて、降雪量82cmを観
測した。JR線の運転見合わせと、北陸自動車道の通行止め、国道8号線の車両滞留状況が
22.05km確認され、災害対策基本法が適用される事態となり、自衛隊による除雪支援及び、
車両滞留区間の物資・燃料支援が行われ、12月21日（水）6時、全面通行止め解除に至った。
この間、地域差はあったが停電や水道が止まる等の生活への支障と、通勤・通学している
教職員・学生の交通手段にも影響が出てしまった。一方、学生寮に入居している学生72名
もまた、国道8号線の除雪作業が済むまで病院敷地内ではあったが閉ざされた環境にいる状
態であった。学生たちは学校敷地内の除雪作業に積極的に参加してくれ、学校の日常を取
り戻すことに貢献してくれた。この豪雪時に休校やオンラインに切り替えた授業を実施し
た経緯について紹介し、学校運営における教員の判断力・行動力と共に、学生の安全確保・
学習保証への取組みについて考えたいと思う。

PD4-5
助産師養成所3校が協同で実践したICTを用いた教育活動
菅原∙由香里（すがわら∙ゆかり）1、伊藤∙美栄（いとう∙みえ）2、竹本∙綾美（たけもと∙あやみ）3

1NHO 仙台医療センター附属仙台看護助産学校助産学科、 
2NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校助産学科、 
3NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校助産学科

国立病院機構附属養成所で助産師養成課程は年々減少し、現在は、仙台、京都、岡山の3校
となった。3校の助産学科教員（以下、教員）は年1回参集し教員研修を実施していた。複数
のテーマに沿ってカンファレンスや情報共有を行い、教授方法の開発、指導力の向上、教
員同士の絆づくりにつながっていた。しかし、新型コロナウイルス感染症の流行により令
和2年度から教員研修は実施していない。
各校でICT活用が普及したことにより、3校が協同できる新たな教育活動としてGoogleが
提供する学習管理ツールを活用した国家試験対策と研究授業を実施した。
国家試験対策は、国家試験出題基準の項目を分担し、教員が10分～ 30分程度の国家試験
問題解説動画等を学習管理ツールにアップロードし、3校の学生がオンデマンドで視聴でき
るようにした。令和3年度から開始し、現在は16コンテンツが視聴可能となっている。
研究授業は令和4年度に仙台、令和5年度に京都で実施した。仙台では出産準備教室の実習
指導場面、京都では妊婦健診シミュレーション教育の授業場面を動画撮影し、学習管理ツー
ルにアップロードされた動画を視聴後、WEB会議ツールを用いてリフレクションを行った。
令和5年度はハイブリットで実施した。教員の反応は「他校の教育内容を知ることができた」

「移動の時間が省けた」等の意見があった。助産師を育成する教員同士が専門的な見地から
議論し、授業内容を深め合えたことは意義のある取り組みであった。
今後は3校の学生交流が図れるような教育活動にもICTの積極的活用が期待できる。

PD4-4
ICTを活用した教育実践への取り組みと今後の課題
田中∙紀代美（たなか∙きよみ）

NHO 熊本医療センター附属看護学校

看護基礎教育における情報通信技術（以下ICT）の活用について、厚生労働省の看護基礎教
育検討会（2019）の看護師養成所の運営に関するガイドライン改正案のなかで、『情報通信
技術（ICT）の発展に伴い、医療現場や教育機関でのパソコンやタブレット型端末等の活用、
遠隔診療・保健指導の導入、医療機器の高度化等が進展しており、看護基礎教育において
も情報通信技術（ICT）を活用するための基礎的能力を養うことが重要である』と示された。
そのような中で、2020年の新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、本校もオンライン授業
の導入を余儀なくされた。このオンライン授業スタートを機に、2022（令和4）年のカリキュ
ラム改正を見据えて、2021（令和3）年度よりICTを活用した教育実践を目指し、いろいろ
なことに取り組んできた。2021（令和3）年度は、ICT教育環境の整備として、電子テキス
トの導入し、DVD教材の充実を図り、各看護学の看護過程展開事例にDVDを活用した情
報収集の実施やシミュレーターを活用した演習を導入した。また、学生の出欠状況や教職
員の予定を表示するデジタルサイネージの導入、学生への連絡等に活用できる学生ポータ
ルを導入した。2022（令和4）年度からはクラウド型授業支援システム（ロイロノート・ス
クール）の導入やICTを活用した授業設計、Microsoft Teamsの活用に取り組んだ。今回
の「看護学校で活用している、活用したいIT」をテーマに、本校のICTを活用した教育実践
への取り組みをふり返り、ICTを活用した教育の効果や現状の課題について共有し、今後の
ICTを活用した教育の質向上に向けて、参加される皆さんと一緒に考えていきたい。
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OR4-4
間質性肺疾患における嚥下障害
滝本∙宜之（たきもと∙たかゆき）1、中尾∙桂子（なかお∙けいこ）1、山田∙愛可（やまだ∙まなか）3、松江∙沙織（まつえ∙さおり）3、
谷口∙知生（たにぐち∙ともみ）3、岩垣∙圭佑（いわがき∙けいすけ）3、梶田∙梨沙子（かじた∙りさこ）3、茂田∙光弘（もだ∙み

つひろ）1、新谷∙亮多（しんたに∙りょうた）1、小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）2、蓑毛∙祥次郎（みのも∙しょうじろう）1、
龍華∙美咲（りゅうげ∙みさき）1、竹内∙奈緒子（たけうち∙なおこ）1、香川∙智子（かがわ∙ともこ）1、橘∙和延（たちばな∙かずのぶ）1、
露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）1,2、井上∙義一（いのうえ∙よしかず）2、新井∙徹（あらい∙とおる）2

1NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科、2NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、 
3NHO 近畿中央呼吸器センターリハビリテーション科

超高齢化社会において, 嚥下障害患者は増加しており, 医療上の問題となっている. また, 間
質性肺疾患は死亡原因の上位に位置するようになり, 嚥下障害はその死亡にも深く関与する
と想定される. これまで, 間質性肺疾患における嚥下障害の検討はほとんどないが, 我々は, 
間質性肺疾患における声帯麻痺・反回神経麻痺に関する後向き観察研究を行い, 胸膜肺実質
線維弾性症（Pleuroparenchymal Fibroelastosis : PPFE）, 即ち, 上葉線維化・収縮に伴
う気道・縦隔偏位が反回神経麻痺の重要な因子である可能性を示した（Takimoto T et al. 
JMA J. 2023;6（2）;220-222, Takimoto T et al. Respir Investig. 2023;61（5）:548-552, 
Takimoto T et al. Pulmonology. 2024 Jan 31:S2531-0437（24）00001-1）. 本研究で
抽出された反回神経麻痺の患者では, 全例, 肺炎を生じていることから, 嚥下障害の重要性
が再認識された. しかしながら, 本研究は, 声帯麻痺についての後向き観察研究のため, 嚥
下・発声障害が過小評価され, いまだ実態の解明が不十分といえる. そこで, 我々は, 令和6
年度NHOネットワーク共同研究として, 【間質性肺疾患における嚥下・発声障害の多施設前
向き観察研究】［R6年度-NHO（呼吸）-01］を立案した. この研究によって, 間質性肺疾患の
嚥下・発声障害の実態が明らかになれば, その管理の向上, 予後改善のみならず, 嚥下障害
患者のアプローチにも応用できる可能性がある. 

OR4-3
当院の入院時摂食嚥下スクリーニング改定に向けた取り組み
松浦∙久美子（まつうら∙くみこ）1、宮田∙七（みやた∙なな）1、仲田∙正人（なかた∙まさと）1、田中∙美帆（たなか∙みほ）1、
山崎∙明子（やまさき∙あきこ）2、石原∙一二三（いしはら∙ひふみ）2、井上∙貴美子（いのうえ∙きみこ）1,3

1NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科、2NHO 大阪刀根山医療センター看護部、 
3NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

当院では神経筋疾患、呼吸器疾患の患者を主に診療しており、原疾患の進行や治療に伴う
副作用により摂食嚥下障害を併発する症例が多い。2012年に医師、看護師、言語聴覚士で
作成された当院独自の「入院時摂食嚥下スクリーニング」を作成し実施していたが、職員の
入れ替わりとともにスクリーニング（表）の存在が多職種間で共有されず、評価後の相談先
が分からないなどの問題が現場で聞かれていた。言語聴覚士や摂食嚥下認定看護師が嚥下
評価依頼を受けた際も、入院日から長時間経過し介入開始時には摂食嚥下障害がかなり進
行している例が多数見受けられた。また、誤嚥・窒息リスクの高い患者に対し吸引器が未
設置であったり、適切な食事形態の調整が出来ておらず誤嚥性肺炎を発症してからの介入
となることがあった。以上の問題点に対して、入院早期より現場で簡便に使用できる評価
項目を作成し、誤嚥・窒息のリスクを早期に予測し、言語聴覚士や摂食嚥下認定看護師が
早期介入できる体制づくりが求められていた。2024年4月より、言語聴覚士・摂食嚥下認
定看護師・医療安全管理係長からなる協議の機会を設け、病棟看護師が手軽に評価できる
内容の検討を行った。また、国立病院機構ST協議会近畿部会に所属の他病院と情報交換を
行いつつ改訂を重ねた。当院の現状の問題に基づく摂食嚥下スクリーニング評価の改善点
について述べる。NHOの2023年度医療安全相互チェックにおいても「食事中の窒息誤嚥
予防」を重点課題としているところであり、今後も継続して現状の問題点を見直し、改訂を
重ねていく予定である。

OR4-2
演題取り下げ

OR4-1
いまさら人に訊けない嚥下障害の基礎
山崎∙明子（やまさき∙あきこ）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

本邦における摂食嚥下リハビリテーションは1980年代半ばより臨床的検討が始まり、
1990年代に入って急速に普及してきた。現在　摂食嚥下のリハビリテーションについての
学習会や講習会なども多く開かれており、時には誤嚥予防に関する話題がメディアで取り
上げられることもあり、医療従事者のみならず一般人にも摂食嚥下機能を維持することの
重要性が周知されてきている。しかしながら、摂食嚥下障害と仕事内容とは無関係との認
識により　このテーマに興味を持たないか、勉強の必要性は認識していても学習の手段や
きっかけがなく漫然と経過している医療従事者も多いと思われる。今回、摂食嚥下リハビ
リテーションの基礎的理解を目的として、摂食嚥下関連器官の解剖・生理を踏まえた嚥下
の動態を、図や映像を用いて解説する。日常診療に役立つ嚥下の基礎知識をともに再学習
する機会を作るとともに、摂食嚥下障害の予防とマネージメントの更なる普及に努めたい。
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オーガナイズドセッション 5　プログラムの趣旨
現在すべての職業で働き方改革が話題になっているが、医療界は他業種と比べると臨床、
医療機器のセッティング、事務的、話術、手技習得の自己研鑽、安全、倫理など仕事の幅
が広く、他職種、欧州と比べるとまだまだ日本人は働きすぎ、改善の余地があるように思う。　
タスクシフトにより本来の仕事に全力を注ぐことができ、ライフワークとしてのスキルを
磨くことによりより仕事が楽しくなる。医師は診療に、看護師は看護に集中できる。また
デジタルフォーメーションにより簡素化、システム化することによりストレスの低下も期
待できる。人間の肉体労働は器械にやってもらうといった機器導入も積極的に取り込むべ
きだと考える。　今回のセッションでは、タスクシフトを積極的にすすめ、コメディカル
の増員を機構全体から発信し働き方改革の先進機構となるべく、いろいろな職種からから
の意見を機構本部へ提案させていただき、国立病院機構で働く職員には体と時間と心にゆ
とりある働き方の先にある医療の質の向上につなげていくことを目的としている。

OR4-7
当院における嚥下造影検査と胃瘻造設の関連性
城間∙啓多（しろま∙けいた）1、諏訪園∙秀吾（すわぞの∙しゅうご）2、赤坂∙さつき（あかさか∙さつき）3、
大村∙葉子（おおむら∙ようこ）4、月成∙俊介（つきなり∙しゅんすけ）1

1NHO 沖縄病院リハビリテーション科、2NHO 沖縄病院脳・神経・筋疾患研究センター、 
3NHO 沖縄病院栄養管理室、4NHO 沖縄病院看護部

【目的】当院で実施した嚥下造影検査（VF）を後方視的に調査し、経皮内視鏡的胃瘻造設術
（PEG）との関連について検討した。【対象者と方法】対象者：2018年4月～ 2022年3月
の間にVFを実施した神経筋疾患患者212名（平均年齢64.5±16.7歳、男性119名、女
性93名）。方法：VF実施時の基本情報を診療録より調査し、疾患と患者名を伏せ客観的に
VF動画を評価した。検査食はバリウムゼリー（約3g）、中間トロミあり・なしのバリウム
水（各々約3mL）の嚥下動態を定量的評価法VDS（Videofluoroscopic Dysphagia Scale）
で採点を行った。統計解析にはロジスティック回帰分析を行い、PEGの有無を目的変数、
VDSの喉頭蓋谷残留、喉頭挙上、梨状陥凹残留、咽頭通過時間、誤嚥の項目を説明変数とし、
オッズ比を算出した。また、ROC曲線にてVDS合計点のカットオフ値を算出した。統計解
析ソフトはEZRを用い、有意水準は5％未満とした。【結果】50名の患者がPEGを行ってお
り、PEG患者に最も影響する変数は咽頭通過時間が選択された（オッズ比1.15, 95%信頼
区間1.01－1.31, p＜0.05 ）。ROC曲線よりVDS合計点のカットオフ値は52.5点（感度
50.0％ , 特異度89.5％ , AUC 75.0%）であった。【考察と今後の課題】神経筋疾患患者にお
いてVDSを用いた評価では咽頭通過時間の延長がみられるとPEGへ至りやすいと考えられ
た。今後、疾患別にも検討を進め嚥下障害の予後予測やPEGの指標となるよう解析を行う
必要がある。

OR4-6
呼吸器疾患を有する患者における口腔機能低下症の有病率と特徴
細谷∙国弘（ほそや∙くにひろ）、牛尾∙まい（うしお∙まい）、伊藤∙奈央（いとう∙なお）、平岡∙紀代美（ひらおか∙きよみ）

NHO 姫路医療センターリハビリテーション科

【背景】口腔機能低下症（Oral Hypofunction 以下OHF）に関して地域高齢者に対する調査
は多いが、入院患者を対象とした調査は少ない。【目的】言語聴覚療法の処方（以下 ST処方）
があった呼吸器疾患患者のOHFの有病率や下位項目を含めた特徴と嚥下障害との関連につ
いて調査した。【方法】対象は2023年11月から翌年3月までに当院呼吸器内科に入院しST
処方があった患者112名とした。口腔機能精密検査を実施し下位7症状と合わせて有病率
を算出した。また、嚥下障害あり群となし群の2群に分け差があるかを検証した。【結果】
呼吸器疾患患者におけるOHFの有病者は86名（76.8％）であった。χ2検定の結果、OHF
の有無と嚥下障害の有無、65歳以上/以下、低栄養の有無は関連があることが明らかとなっ
た（p＜0.01）。OHFの有病者は嚥下障害あり群で31名（96.9％）、なし群で55名（68.8％）
であった。下位症状別該当率は、口腔衛生状態不良23.2％、口腔乾燥75.9％、咬合力低下
61.6％、舌口唇運動機能低下71.4％、低舌圧50.5％、咀嚼機能低下66.7％、嚥下機能低
下26.8％であった。口腔乾燥、舌口唇運動機能低下（/pa/、/ka/）、低舌圧、咀嚼機能低下、
嚥下機能低下の検査項目の測定値は、嚥下障害あり群で有意に低下していた（p＜0.05）。【結
論】ST処方があった呼吸器疾患の入院患者では、嚥下障害がある場合にOHFの有病率が高
まることが明らかとなった。嚥下訓練を行う際はOHFの患者が抱える様々なリスクにも対
処する為に、機能訓練だけではなく栄養指導や歯科受診などの多職種連携が必要だと考え
られた。また、まだ嚥下障害に至っていないOHFを有する患者に対しても予防的な介入が
重要だと思われた。

OR4-5
間質性肺疾患におけるEAT-10と聖隷式嚥下質問紙の検討
山田∙愛可（やまだ∙まなか）1、松江∙沙織（まつえ∙さおり）1、谷口∙知生（たにぐち∙ともみ）1、梶田∙梨沙子（かじた∙りさこ）1、
岩垣∙圭佑（いわがき∙けいすけ）1、富永∙智美（とみなが∙ともみ）1、中尾∙桂子（なかお∙けいこ）2、新谷∙亮多（しんたに∙りょうた）2、
滝本∙宜之（たきもと∙たかゆき）2,3、新井∙徹（あらい∙とおる）3

1NHO 近畿中央呼吸器センターリハビリテーション科、2NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター

【背景と目的】摂食嚥下障害のスクリーニング質問紙として, 国内では, 聖隷式嚥下質問紙評
価法が, 海外では, 米国で開発されたEating Assessment Tool（EAT）-10が汎用されてい
る. これまで, 両者を比較した報告は散見されるものの, 呼吸器疾患での検討はほとんどな
く, 今回, 当院の間質性肺疾患において両者を比較検討した.

【対象と方法】入院中の間質性肺疾患の患者19例を対象とした. 質問紙を読んでいただき回
答する方法または言語聴覚士が質問紙を提示しながら読んで回答する方法で実施した.

【結果】（1）EAT-10の質問は英語で直訳されており患者が質問に答えにくかった. 聖隷式嚥
下質問紙には記載されていない「内服」に関する項目があり, 診療上参考になった.（2）EAT-
10と聖隷式嚥下質問紙のカットオフ値と摂食嚥下グレードが一致することは19例14例に
認められた.（3）聖隷式嚥下質問紙の項目の回答に着目すると, 設問1, 6, 14, 15で「症状あ
り」と回答する患者が19例中19例であった.

【考察】・EAT-10は聖隷式嚥下質問紙と比べ呼吸器の特徴を示す項目はないが直訳で患者に
理解されないくいこと点が使用しにくいため, 分かりやすい日本語に変更する必要性を感じ
た.
・聖隷式嚥下質問紙では嚥下障害がないにも関わらず, 間質性肺疾患に伴う症状から上記の
4項目で何らかの異常を訴える患者が多かった. 実際に5例が摂食嚥下グレード9と判断し
ているにも関わらず聖隷式嚥下質問紙では8点以上を示す症例があり, そのすべての症例で
4項目のいずれかに「症状あり」と回答しており, これらの質問は呼吸器疾患では適切でない
可能性がある.
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OR5-4
当院における臨床検査科での病棟業務支援の取り組み
山田∙希（やまだ∙のぞみ）1、鳥海∙洋（とりうみ∙ひろし）1、下川∙真波（しもかわ∙まなみ）1、花澤∙沙也佳（はなざわ∙さやか）1、
草薙∙真里（くさなぎ∙まり）1、後藤∙智彦（ごとう∙ともひこ）1、菅野∙優（かんの∙まさる）2、渡辺∙力（わたなべ∙つとむ）3、
益田∙泰蔵（ますだ∙たいぞう）4

1NHO 下志津病院臨床検査科、2NHO 災害医療センター臨床検査科、3NHO 茨城東病院臨床検査科、 
4NHO 東京医療センター臨床検査科

【はじめに】
これまで病棟との関わりは採血管の前日準備・病棟検体回収など検査科主体の活動が中心
であった。タスクシフト/シェアの取り組みの一環として、病棟業務支援を目的に病棟担当
検査技師を発足し2022 年 4 月より活動を始めたので報告する。

【活動内容】
在籍している臨床検査技師は12名おり、その内技師11名で専門分野が異なる組み合わせ
になるよう計4グループを構成した。1グループは2 ～ 3 ヶ所の病棟（オペ室、外来含む）
を担当した。週に1回病棟に出向き、（1）採血管や採取容器などの物品の在庫の確認・有効
期限管理（2）自己血糖測定機器の保守点検（3）心電計・超音波検査機器の日常点検（4）顔写
真のついた伝言掲示板の設置（5）報告書を用いて病棟への伝達連絡を行った。

【活動後の変化】
有効期限が近い採血管や採取容器を回収し使用頻度の多い外来で期限内に使用することで，
期限切れによる廃棄数は減少した。機器の保守点検等を行うことで患者データの精度の確
保や故障を早期に発見することができた。各病棟へ報告書で具体的に問題点や改善案等提
示した。これまで電話でのやりとりが多かったが、病棟に出向き直接コミュニケーション
をとる機会が増えたことで、臨床検査に関する質問や相談の機会が自然と増え、互いの要
望を明確に伝達する事も出来るようになった。

【まとめ】
病棟担当検査技師を発足したことで、物品の有効活用ができたと共に、在庫確認を行うこ
とで看護師の業務負担軽減にも繋がった。活動を通して、機器の取り扱い方や、検体採取
の知識が不十分な点が見受けられた為、今後は病棟へ出向き講習会などを行い、更に病棟
内の業務に寄り添った支援を検討していきたい。

OR5-3
当院における泌尿器科手術領域の清潔補助業務と手術時間についての検討
石丸∙啓太（いしまる∙けいた）1、森∙真吾（もり∙しんご）1、高木∙紀人（たかき∙のりと）2、石川∙直嗣（いしかわ∙なおつぐ）3、
阿比留∙正剛（あびる∙せいごう）4

1NHO 佐賀病院臨床工学室、2NHO 佐賀病院泌尿器科、3NHO 佐賀病院医療情報管理室、 
4NHO 佐賀病院内科

【はじめに】現在、医師の働き方改革に伴う業務改革が多くの施設で実施されている。当院
では2018年度より泌尿器科医師が1名体制になったことにより経尿道的腎尿管砕石術（以
下TUL）を中心に清潔補助業務の依頼を受け、現在も継続している。今回、臨床工学技士（以
下CE）介入前後における手術時間について比較しタスクシフトへの効果を検討した。

【対象および方法】2012－2023年度までに行った泌尿器科の全手術件数およびCE介入症
例と件数を調査した。TULにおいて2012－2017年度に医師2名で行った症例（A群）と、
2018－2023年度に医師1名およびCE1名で行った症例（B群）を2群化し、平均手術時間
について検討した。統計学的手法として2群間の平均の差の検定（t検定）を行い、有意水準
を5％とした。統計ソフトはEZRを用いた。また平均手術時間の年度推移についても調査
した。

【結果】対象期間の泌尿器科全手術件数は1165件でありCE介入件数は658件（56.4％）、
そのうちTUL487件（41.8％）であった。手術時間の平均値はA群で51.1±30.1分、B群
で41.9±24.5分であり有意に手術時間の短縮を認めた（p＜0.05）。平均手術時間の年度
推移では年々短縮傾向であったがA群からB群に移行した2018年度に一旦延長を認めた。
しかしそれ以降は徐々に短縮した。

【考察】B群において手術時間短縮の理由として医師の手技向上や蓄積されたスキル等をもと
にCEへ指導されたことなどが要因と考えられた。今回は手術時間のみの比較であり、様々
な要因等の考慮は検討課題である。これまで多くの介入を行ってきたが大きな合併症もな
く、医師2名での手術と比較しても非劣性が確認されタスクシフトとして効果があったと考
えられた。

OR5-2
当検査室におけるタスクシフトへの取り組み　～臨床検査技師から事務職
員へ～
成清∙羊佳（なりきよ∙みか）1、小林∙隆樹（こばやし∙たかき）1、山田∙健太郎（やまだ∙けんたろう）1、介川∙雅之（すけがわ∙まさゆき）1、
大石∙彰太（おおいし∙しょうた）1、古屋∙佑真（ふるや∙ゆうま）1、矢崎∙裕一郎（やざき∙ゆういちろう）1、生駒∙潤（いこま∙じゅん）1、
佐藤∙克洋（さとう∙かつひろ）1、大島∙健吾（おおしま∙けんご）1、勝野∙啓子（かつの∙けいこ）1、小松田∙郁美（こまつだ∙いくみ）1、
吉田∙豊（よしだ∙ゆたか）1、相羽∙拓矢（あいば∙たくや）1、國仲∙伸男（くになか∙のぶお）2、秋元∙成美（あきもと∙なるみ）1、
苅部∙正宏（かりべ∙まさひろ）1、山川∙博史（やまかわ∙ひろし）1、石井∙源一郎（いしい∙げんいちろう）3

1国立がん研究センター東病院臨床検査部、2NHO 沖縄病院研究検査科、 
3国立がん研究センター東病院病理・臨床検査科

【はじめに】
2024年4月から医師に対する時間外労働の上限規制の適用が開始され、タスクシフト/
シェア（タスクシフト）は今まで以上に重要視されると考えられる。当検査室では技師業務
拡大だけでなくISO 15189とCAPの維持もあるため業務の効率化および技師業務のタス
クシフトが必要であった。今回、外注検査対応に関し事務職員へのタスクシフトで一定の
成果が得られたので報告する。

【概要】
（1）病理検査業務の見直し：勤務時間内で対応するために余裕がある業務と超過してしまう
業務を精査した。次に残業が必須業務の内容を細かく洗い出し、事務職員にタスクシフト
できる業務として外注検査対応が挙がった。外注検査対応は全ての工程に技師が関わるた
め負担も少なくなかった。

（2）外注検査対応の工程：1.申請書の受領2.伝票作成3.未染標本依頼4.薄切5.出検準備
6.出検となり、様々な技師が対応する。特に出検準備は負担が大きく、この工程について
はタスクシフトできると判断した。

（3）出検準備の手順：伝票の記載内容確認・部門システムに伝票のスキャン・標本の梱包・
項目によって病理医へHE標本マーキング依頼。

【結果】
出検準備は30分～ 1時間程度かかっていたが、この工程を事務職員にタスクシフトするこ
とによって他業務フォローやISO、CAPの作業などにも手が回るようになり一定の成果を
得た。タスクシフト後は業務が安定するまでフォローし、安定後も見直しを続けている。

【結語】
2024年5月からは臨床から依頼されていたREAD検査（悪性リンパ腫）を病理検査室で対
応できるようになった。業務が拡大していく中、効率化のために検査室全体の業務の見直
しを定期的に行うことは非常に重要であると考える。

OR5-1
働き方改革から医療者の生活の質・仕事満足度・提供医療の質の向上を目
指して
飛梅∙孝子（とびうめ∙たかこ）

NHO 大阪医療センター産婦人科

現在は検査の多様化、治療選択肢の多さ、医療機器の進歩、デジタル化など開発スピード
はすさまじい。最新の、が最新ではなくなるのは非常に短かい時間で、今まで通りでは対
応しきれない情報量となっている。医師、看護師は新しい知識を詰め込むのに時間を取ら
れ本来の専門的な業務が圧迫を受け時間に追われ心のストレスにもなっており、情報が把
握しきれない。これではよい医療の提供は困難になる。メンタルヘルスと働き方改革は強
いつながりを持っている。そこでタスクシェアの広がりが必要不可欠となるが、ただ仕事
を横流しにするのではなく、デジタルフォーメーションによる各職種の業務の簡略化の有
効活用などよりすべての職種の専門性が有効に生きる職場環境が望ましい。それは職場の
メンタルヘルスの環境にも良い影響を与えると考えられ、タスクシェアと増員を目標とし
て、今回は大阪医療センターの現状と職員アンケートから職員の要望を交えてご報告した
い。
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LS14-1
身近な不整脈の最新事情　 ‐ 知っておきたい心房細動に関するABC -
井上∙耕一（いのうえ∙こういち）、三嶋∙剛（みしま∙つよし）、尾崎∙立尚（おざき∙たつひさ）、大橋∙拓也（おおはし∙たくや）、
池岡∙邦泰（いけおか∙くにやす）、安部∙晴彦（あべ∙はるひこ）、上田∙恭敬（うえだ∙やすのり）、松村∙泰志（まつむら∙やすし）

NHO 大阪医療センター循環器内科

心房細動は、日常的に遭遇する頻度の高い頻脈不整脈です。高齢化社会の進展に伴い患者
数が増加しており、今後ますます身近な不整脈になると考えられます。典型的には動悸や
息切れの症状がありますが、無症状であることもしばしばです。無症状であっても脳梗塞
やうっ血性心不全、認知症のリスクであることに変わりはないため、早期発見と適切な治
療が極めて重要です。本講演では、心房細動の早期発見の重要性や抗凝固療法、左心耳閉
鎖術、カテーテルアブレーションなどの最新の治療法とエビデンスを、わかりやすくお話
します。

OR5-7
薬剤師による持参薬処方提案業務の構築とその運用について
櫛田∙宏幸（くしだ∙ひろゆき）1、庄野∙裕志（しょうの∙ひろし）1、佐光∙留美（さこう∙るみ）1、吉野∙宗宏（よしの∙むねひろ）2

1NHO 大阪南医療センター薬剤部、2NHO 大阪医療センター薬剤部

目的：当薬剤部では医師への処方支援のために、2023年11月より処方提案業務を開始し
た。特に、持参薬処方から院内処方への切り替え時の処方提案を中心に行っている。今回、
当院における持参薬処方提案業務の構築とその運用について報告する。方法：処方提案業
務を行うためのシステムとして、既存の処方入力方法を基本とし、他部門に影響を与えずに、
医師が平易に処方提案を処方へ転用できるように構築した。運用は、薬剤師が持参薬を確
認する際に、院内採用薬に加え、用法・用量を切り替え提案し、提案作成後、医師に連絡、
必要時に活用することとした。持参薬の院内採用薬への切り替えが困難な場合は、事前に
医師と変更薬を検討した。2023年11月に整形外科、救急救命センターへ入院した患者を
対象に運用を開始した。調査内容は2024年3月までに処方提案した症例数、件数、採択率、
薬剤カテゴリーおよび変更内容を後方視的に行った。結果：対応症例は51例、提案件数は
61件、採択率は28件（55％）、提案した薬剤カテゴリーは22種類に分けられ、高血圧薬
18件が最も多かった。変更内容は院内フォーミュラリーを活用したものが16例と最も多
く、変更理由として、入院中に持参薬が無くなったが17例が最も多かった。結語：処方提
案の約半数が採択されたことから、持参薬の院内処方への切り替え作業を薬剤師が担うこ
とで、医師業務負担の軽減に貢献できたと考えられた。対応した薬剤は、多岐に渡り担当
医師にとって専門領域外の薬剤も多いと予測された。院内採用薬から適切な薬剤を薬剤師
が事前に提案できることは、業務負担軽減のみならず、フォーミュラリーの推進及び医療
安全上にも寄与できると考えられた。

OR5-6
Lab‘Qを用いた文書管理システム構築の取り組み
澤田∙吉人（さわだ∙よしと）、藤田∙哲毅（ふじた∙てつき）、後藤∙彰公（ごとう∙あきひろ）、上尾∙早紀（あがりお∙さき）、
浦上∙貴史（うらがみ∙たかし）、高永∙恵（たかなが∙めぐみ）、小野∙裕一郎（おの∙ゆういちろう）、丸山∙晃二（まるやま∙こうじ）

NHO 別府医療センター臨床検査科

【はじめに】医療法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備
に関する省令が公布され,医療機関等が自ら検体検査を実施する場合における精度の確保の
ために設けるべき基準として,「精度の確保に係る各種標準作業書・日誌等の作成」が義務化
されることになり,当院でも文書の作成を行ったが,改定時の承認フローや周知記録をいか
に効率良く行うかが問題であった.今回,当院検査室において「Lab’Q」を用いた文書管理業
務の効率化について検討を始めたので,その進捗状況について報告する.【現在の運用方法】
当院での文書管理方法は,Wordで作成した文書をPDF化し専用ファイルに保管するととも
に,紙ベースでもファイリングしている.そして承認フローの際には,Word文書を一度印刷
し承認印を押印した後,更にPDF化したものを専用ファイルに保管するという作業が必要で
あり多くの労力を要していた.そこでロシュ・ダイアグノスティックス株式会社よりLab’Q
の紹介を頂き,活用することとなった.【Lab‘Qでの運用方法】Lab’Qは文書の承認フローの
際,どのユーザーを経由し,どのファイルに保管されるかまで指定可能であり,また承認フ
ローを記録として残すことが出来るため,これまで行っていた作業（印刷→押印→PDF化）
の省略が可能となった.【考察】現行では文書を承認するまでに労力を要していたが,Lab’Q
を導入する事により承認フローの作業を省略することができ,業務の効率化が可能となっ
た.今後も検査室全体で協力し,文書管理以外の業務の効率化にも取り組むことで,次のス
テップ（タスクシフト/シェア）に繋げていきたい.

OR5-5
IVタスクシェア導入前後における診療放射線技師と看護師の意識の推移 
～造影CT/MRのルート確保等に関するアンケートを中心に～
藤崎∙宏（ふじさき∙ひろし）1、吉兼∙和則（よしかね∙かずのり）1、坂本∙典士（さかもと∙のりひと）1、大西∙康彦（おおにし∙やすひこ）1、
寺井∙篤（てらい∙あつし）1、稲岡∙朱香（いなおか∙あきか）1、林∙陽一（はやし∙よういち）1、岩崎∙友樹（いわさき∙ともき）1、
太田∙竜介（おおた∙りゅうすけ）1、田中∙宏典（たなか∙ひろのり）1、安倍∙朱音（あべ∙あかね）1、井上∙睦美（いのうえ∙むつみ）2、
杉山∙由美（すぎやま∙ゆみ）2

1NHO 東近江総合医療センター放射線科、2NHO 東近江総合医療センター看護部

【目的】これまで当センターでは、RI注射は放射線科医師、造影CT/MRは看護師がルート
確保を行ってきた。2023年12月に当センターでもIVタスクシェアを導入した。今回、タ
スクシェアの導入前と導入5か月後において診療放射線技師と看護師の意識調査を行った
ので報告する。【方法】1．タスクシェア導入前（2023年12月）、診療放射線技師に対しタ
スクシェアの賛否を問う設問を中心としたアンケート調査を行った。2．同時期に造影CT/
MRのルート確保を行っている外来看護師に全く同じアンケートを行った。3．その後、タ
スクシェア導入5か月後（2024年5月）に再度、全く同じアンケート調査を診療放射線技師
と外来看護師に行い、クロス分析を行った。【結果】1. タスクシェア導入前は、抜針は賛成
多数であったが、ルート確保については不安が多く、否定的な意見もあった。2.看護師は、
技師がルート確保することに不安はないが、タスクシェアの範囲に疑問を抱いていた。3.導
入後では、技師もタスクシェアに対し肯定的な意見が増加したが、不安であるとの意見も
増加した。看護師はタスクシェアへの賛成が増加した。【考察】IVタスクシェアでは、技師
は業務負担が増え、看護師は業務負担が減るため、技師は否定的に捉え、看護師は肯定的
に捉えられたものと考えられた。導入5か月後、技師の不安が増加したのは、導入前は看
護師指導の下に穿刺していたのが、導入後は単独で穿刺することで穿刺失敗や造影剤漏れ
に責任を感じたためと考えられた。【結論】タスクシェア導入前後において、導入5か月後、
診療放射線技師は肯定的に捉えるように推移し、看護師は、導入前と変わらず肯定的に捉
えられていた。
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LS16-2
女性泌尿器疾患におけるhinotoriTM手術支援ロボットの役割：仙骨膣固定
術を中心に
田中∙伸之（たなか∙のぶゆき）、安水∙洋太（やすみず∙ようた）、武田∙利和（たけだ∙としかず）、松本∙一宏（まつもと∙かずひろ）、
大家∙基嗣（おおや∙もとつぐ）

慶應義塾大学医学部 泌尿器科学教室

慶應義塾大学病院では2016年にダビンチを導入し、ロボット支援前立腺全摘を開始しまし
た。2022年6月よりhinotori手術支援ロボットを導入し、現在は2台のダビンチXi、そし
てhinotoriと合計3台体制でロボット支援手術を運用しております。当初hinotoriは、ロ
ボット支援前立腺全摘除術に限定し運用を行って参りましたが、現在は腎部分切除術、根
治的腎摘除術・腎尿管全摘術、仙骨膣固定術に加えて、本年8月からは膀胱全摘術にも適応
を拡大を予定しております。
骨盤臓器脱とは、骨盤内臓器である膀胱・子宮（子宮摘出後は小腸）・直腸が下垂し、膣か
ら膣壁越しに体外に出てしまう状態です。リングペッサリーを挿入する保存療法もありま
すが、根治的な治療法ではなく、脱落・出血・帯下増加・違和感等、様々なトラブルが存
在します。人口の長寿化と共に、より低侵襲な手術療法への期待は高まっております。
骨盤臓器脱への手術療法は、従来のNTR（Native Tissue Repair）やTVM（Tension-free 
Vaginal Mesh）に加えて、近年は鏡視下に仙骨へ固定する仙骨膣固定術が増えております。
2020年にはロボット支援手術が保険適応となり、当院でも腹腔鏡からロボット支援手術に
移行し、積極的に取り組んでおります。米国で女性が80歳まで生きると、約1割がこの種
の状況で手術を受けると報告されているほど頻度の高い疾患であり、地域医療を支える手
段として、ロボット支援手術は有効な手段と考えます。本講演では、仙骨膣固定術を中心に、
ロボット支援手術の現状と課題について発表させて頂きます。

LS16-1
当院における手術支援ロボットhinotoriTM導入に伴うロボット手術立ち上
げについて
金井∙邦光（かない∙くにみつ）

NHO 埼玉病院 泌尿器科

2012年に前立腺癌に対するロボット支援前立腺全摘除術（RARP）が保険収載され、現在で
は泌尿器科領域の手術の中心はロボット支援手術となっている。当院ではなかなかロボット
支援手術機器の購入が許可されず苦しい時代が続いたが、この度泌尿器科単科での申請で
許可がおり、入札・落札を経て2023年10月下旬にhinotoriTMが納入された。hinotoriTM

は2020年に発売された国産初のロボット支援手術機器で、国立病院機構の中でhinotoriTM

が導入されたのは当院が最初である。
他科を含めてロボット支援手術を熟知した常勤医が不在の中、1stチーム作成、各種トレー
ニング、Certificate取得、物品準備、手術室の調整、書類作成、倫理委員会への申請、他
施設への手術見学等様々な準備を進め、納入から約2 ヶ月後の12月下旬にRARPを開始す
ることができた。当院泌尿器科は常勤医3名、専攻医1名の4名体制で、初期の10例は術
者固定で行い、2024年4月以降は術者3名体制として6月までにRARPを21例施行してお
り、次の術式として8月から腎部分切除術を導入する予定である。
hinotoriTMは発売当初、泌尿器科のみ使用可能であったが、2022年10月には消化器外科
と婦人科、2024年4月には呼吸器外科でも使用可能となっており、当院では2024年5月
から消化器外科で直腸癌に対する手術が開始され、胃癌や婦人科領域での導入に向けても
準備が進められている。泌尿器科のロボット使用枠を週2日とし、残りの週3日を他科の使
用枠として運用している。
スピーディーに初症例を迎えられ、操作性も問題なく安全に手術を遂行できており、次の
術式や他科への導入も順調に進んでいる背景には国産ならでは品質とサポート体制がある
といえる。

LS15
肝炎撲滅への取り組み
吉田∙勝紀（よしだ∙かつのり）

関西医科大学総合医療センター 消化器肝臓内科

B型C型肝炎の持続感染は肝臓に慢性炎症を起こし、肝硬変となり多くは肝癌を合併してし
まいます。抗ウイルス治療の発展によってC型肝炎ではほぼ100％ウイルスを排除できる
ようになり、B型肝炎でも肝炎を鎮静化できるようになってきました。いかにして、肝炎ウ
イルス感染者の拾い上げが行われ、スムーズに院内連携にて肝臓専門外来に紹介されてい
るかについての検証が必要です。肝炎ウイルス対策としてまず肝炎ウイルス検査を受けて
もらうことが必要です。具体的には職場などでの肝炎ウイルス検査を促進させることが患
者の拾い上げにつながります。また、病院では入院・検査・手術前・抗がん剤治療前など
に肝炎ウイルス検査が行われていますがそこで判明した陽性患者が適切な情報を受けずに
適切な治療を受けていないことが問題となっています。ウイルス検査陽性の結果が出た時
点で担当医が患者に説明を行い、必要に応じて肝臓専門医に紹介することが望ましいです
が多忙な臨床現場でそうならないケースが残念ながら散見されています。そういった患者
さんを拾い上げることは医療安全の面でも非常に大切です。そして、慢性肝炎治療を適切
に行い、肝硬変・肝癌への移行者を減らすと同時に特にC型肝炎治療後10年して発癌して
くることもあるため患者さんにフォローを必ず行うよう指導し来院されない場合には連絡
することも大切です。本日は、関西医大総合医療センターで肝炎患者拾い上げの取り組み
を報告させていただきます。そして、当院での実情と取り組みについて参考にしていただき、
一人でも多くの肝炎患者を専門医による治療・フォローアップにつなげるようにしていた
だけたらと思います。

LS14-2
未来へ繋げる心房細動高周波アブレーションの進歩と実践
田中∙宣暁（たなか∙のぶあき）

医療法人 渡辺医学会 桜橋未来医療病院

　心房細動を引き起こす電気興奮が肺静脈に偏在することが1998年に発表されたことを機
に、心房細動アブレーションは始まった。とりわけ、持続していない心房細動ほど肺静脈
のみが原因である可能性が高い。原因の主座である肺静脈の電気活動が左心房に伝わらな
いようにする電気的肺静脈隔離術が標準治療として確立している最も普及している高周波
アブレーションにおいては、カテーテルによる点状焼灼により肺静脈付け根に電気興奮が
伝導できない点を作成して、上下肺静脈の周りを取り囲む。左、右肺静脈内のどこから電
気興奮が発せられても、左心房へ伝導しないようにする拡大肺静脈隔離術を行う。治療中は、
3次元マッピングシステムを用いてカテーテルの位置情報をモニターに描出する。3次元に
画像構築された左心房の中をリアルタイムでカテーテルが動くことにより、正確なカテー
テル操作が放射線を使用することなく可能となる。カテーテル先端が心筋組織に接触して
いる強さを常時表示させ、焼灼中のカテーテル固定、高周波出力（W）の強さ、焼灼時間に
より自動算出された各々の焼灼部位強度を数値化して表示でき、良好な焼灼を行った箇所
が視覚的に把握できる（図1）。さらに、近年安全に高出力で焼灼するカテーテルが登場した
ことにより1点当たりの焼灼時間が短くなり、手技時間90分以内が実現可能な程、手技短
縮に繋がっている。このようなテクノロジーの恩恵により、従来は術後心房細動再発の原
因として最も多かった肺静脈左房間の慢性期再伝導が減少。耐久性のある肺静脈隔離達成
率が上がり、また、過度に焼灼することを回避しやすくなったことで、有効性と安全性共
に向上している。
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LS19
食道癌治療における栄養支持療法のすすめ
山﨑∙誠（やまさき∙まこと）

関西医科大学医学部 上部消化管外科学講座

食道癌の治療は外科治療のみならず、化学療法や化学放射線療法などの治療法を組み合わ
せた集学的治療が標準になっている。これらの集学的治療により治療成績は向上し、食道
癌の予後は昔に比べて明らかに向上している。一方、食道癌においては癌による狭窄に伴っ
た経口摂取不良だけでなく、癌治療によって栄養障害を引き起こすことも少なくない。こ
れまで、栄養療法は化学療法による有害事象に伴う栄養障害や術後絶食期間の栄養状態維
持のための支持療法としての位置づけで行われることが多かったが、近年栄養障害は化学
療法の有害事象の軽減や術後の合併症減少に関連するなど、癌の治療成績自体をも低下さ
せてしまうことが明らかになってきている。これまで、われわれは経静脈栄養から経管栄
養へ、更には栄養成分による違いやシンバイオティクスによる腸内環境の改善を追加した
強化栄養療法といったより積極的な栄養管理によって有害事象の軽減をもたらすことが明
らかになってきている。また、食道癌においては外科治療に伴う栄養障害が問題になるこ
とが多く、周術期の栄養管理においても様々な工夫がなされ、術後の早期から経腸栄養に
よる栄養補助が術後合併症や術後体重減少の抑制につながるとしてガイドラインにも示さ
れている。近年では体重減少を予防するだけでなく、術後身体機能としての筋肉量の維持
も重要であるとされている。摂取or投与カロリーだけでなく、筋肉量の維持を意識した術
後の栄養管理に対する試みについても報告する。

LS18
C型肝炎ウイルス治療の現状と今後の課題
国府島∙庸之（こうじま∙もとゆき）

NHO 九州医療センター 消化器内科

C型肝炎ウイルスに対しては長らくインターフェロンによる治療が行われてきたが、2014
年にはウイルス増殖を直接阻害するDAA（Direct Acting Antivirals）製剤のみでの経口
治療が開始され、インターフェロン投与が困難な高齢者や合併症を併存する症例に対して
も90%近い高い有効性が得られるようになった。現在では8週から12週という短期間の
DAA製剤の組み合わせで大きな副作用も無くほぼ100%の治癒が期待できるようになり、
“20世紀の国民病の一つ”とも言われたC型肝炎は完全に治る病気・撲滅される病気となっ
た。しかし、これまでの疫学的調査から、現時点においても多数のC型肝炎ウイルス未治
療症例が存在すると推計される。本セミナーでは、C型肝炎ウイルスの現状と治療選択・C
型肝炎ウイルス陽性症例の拾い上げについての当院での試みを紹介する。C型肝炎ウイルス
治療後には糖質・脂質代謝異常が増悪する症例が多く、肝細胞癌発症に対するサーベイラ
ンスとともに、代謝異常に伴う肝脂肪化に対する対応が必要となる。MASLD（Metabolic 
dysfunction associated steatotic liver disease）は2023年に全世界的に更新された代
謝異常に伴う肝疾患の新たな疾患概念であるが、肝線維化進展に伴い肝細胞癌・肝硬変な
どの発症にとどまらず虚血性心疾患の発症にも関与するため、病態と治療法の解明は喫緊
の課題である。MASLDに対する治療の基本は食事・運動療法で現在有効な薬物治療が存在
しないが、併存する代謝異常に対する治療が試みられており、当院での糖尿病合併症例に
対する治療効果について提示する。

LS17-2
映画から考えるHIV感染症の過去・現在・未来
今橋∙真弓（いまはし∙まゆみ）

NHO 名古屋医療センター 臨床研究センター 感染・免疫研究部 感染症研究室

　HIVは1981年に症例報告され、1983年に同定された。その後1987年のAZTが初めて
の抗HIV薬として承認されてから、様々な薬が開発されてきた。現在までに多くの薬剤が
登場している。近年のHIV感染症は難しい疾患ではなく、抗HIV薬を服用していれば十分
コントロール可能な疾患となってきた。実際に日本国内で治療を受けているPWH（HIVと
ともに生きる人）のうち、99.6％がウイルスコントロールされていると報告されている。さ
らに、U＝U（Undetectable＝Untransmittable）の概念が普及してきた結果、できるだ
け早くHIV感染を検査によって知り、治療を行えば、非感染者と同様に人生のイベントを
経験できるようになってきた。治療によるウイルスコントロールが「当たり前」となった現
在、多くのPWHでは治療満足度を始めとしたLTS（長期治療戦略）の概念が重要視されてい
る。つまり、合併症管理や高齢化を見据えた治療選択が求められている。
　本講演では過去にいくつかの映画やミュージカルで取り上げられた「HIV感染症」や

「AIDS」を振り返ることで、治療やPWHに対する対応で現在とは異なる点・現在と変わら
ない点を明らかにする。映画をはじめとしたエンターテイメントによるHIV感染症の描写
は鮮明な記憶となって残るが、現代版にアップデートする機会に本講演がなれば幸いであ
る。

LS17-1
HIV領域における外来診療の実際と多職種連携の重要性  
～薬剤師の立場から～
矢倉∙裕輝（やぐら∙ひろき）

NHO 大阪医療センター 臨床研究センター エイズ先端医療研究部 HIV感染制御研究室

　HIV感染症治療は1990年代半ばに多剤併用療法が登場したことで予後は劇的に改善し
た。近年では耐性に対するバリア能の高いインテグラーゼ阻害剤が国内外のガイドライン
のいずれの推奨レジメンにも含まれ、多くのケースで選択されている。また、1日1回1錠
の服用で効果を発揮するSingle Tablet Regimen（STR）が服薬負担の軽減の観点から主流
となり、包装形態についても、これまではその殆どが1か月分1ボトルのいわゆるバラ錠で
あったが、PTP包装を備えたSTRも上市された。さらに最近では、毎日の服薬を必要とし
ない長期作用型の注射剤の登場により、投与間隔や投与経路を含めライフスタイルに合わ
せた治療薬の選択が可能となった。
　上述のように、抗HIV薬の発展に伴いHIV感染者の長期療養が可能となった一方で、近
年では長期療養や高齢化に伴う合併症、併存疾患のコントロールに加え、療養環境の整備
に関する支援等、特定の職種や医療者だけではなく多職種で全人的にサポートすることが
重要視されている。このような背景のもと、薬剤師は長期服薬による有害事象の管理や併
用薬との相互作用チェックに加え、最適な薬物治療の提供と服薬アドヒアランスの維持に
寄与する役割を担うことが重要となる。
　本講演ではHIV感染症治療薬の歴史と進歩を紐解くと共に、当院が実践する多職種連携
の取り組みの紹介を交え話題提供する予定である。
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LS22
がんの痛み治療とケア　まるごと総復習 ～診断・評価と処方例、観察点と
服薬指導まで～
相木∙佐代（あいき∙さよ）

NHO 大阪医療センター 緩和ケア内科

がん患者さんの痛みに対して、みなさんはどのように評価して、診断していますか。どの
お薬をどのように処方していますか。お薬が処方された後、そのお薬の服薬指導をどのよ
うにしていますか。また、効果や副作用について、どのように観察していますか。がんの
患者さんの痛みだから、何となく医療用麻薬を、何となく使い慣れている薬の中から処方
していませんか。とりあえず、説明冊子にしたがって画一的に服薬指導をしていませんか。
頓服薬を配薬した後、その後の観察をせずに、そのままになってしまっていませんか。痛
みには種類があって、それぞれに効きやすい薬剤があります。本セミナーでは痛みの特徴
や原因に辿り着くための問診のコツをご紹介します。加えて、医療用麻薬には種類があって、
それぞれの特徴を知っておくだけで、最適な薬剤を選択する近道になります。シチュエー
ションに合わせた薬剤選択のポイントについて解説します。また、せっかく最適な薬剤を
処方しても、服薬してもらえなければ意味がありません。患者さんの病状や生活スタイル
に合った剤型の選択や、服薬指導のコツをご紹介します。最後に、処方された薬剤の効果
発現のタイミングや副作用についても解説し、看護における観察点についてもお話ししま
す。もちろん、薬剤では取り切れない痛みに対するケアについてもご紹介します。がんの
痛み治療とケアについて、基本的なところから、臨床にすぐに役立つ一歩踏み込んだ内容
まで、医師、看護師、薬剤師の皆さんを対象に、まるごと総復習していきます。緩和医療
専門医ならではのテクニックやコツを、余すところなく盛り沢山お伝えできればと思いま
す。

LS21
石綿・石綿関連疾患の誤解と現状
森永∙謙二（もりなが∙けんじ）

独立行政法人 環境再生保全機構 石綿健康被害救済部

胸膜プラークは過去の石綿ばく露の医学的所見として重要であるが、石綿肺とよく間違わ
れる。広範囲な胸膜プラークをびまん性胸膜肥厚と間違えることも良くある。胸膜プラー
クを伴った間質性肺炎や気腫合併肺線維症を石綿肺と誤診することは非常に多い。肉腫様
中皮腫（繊維形成性を含む）と肉腫、肺癌（多形癌）、非腫瘍性の胸膜炎との鑑別は今なお難
しい。良性石綿胸水の診断も難しく、ことに心・腎不全で利尿剤を使用していると、胸水
が“漏出性”であるにもかかわらず“滲出性”と間違えることがある。肺癌が石綿によるもの
か、喫煙やその他の原因によるものかを判断することも難しい。労災や救済給付ではその
ために診断基準が設けられている。
1975年10月に石綿含有物の定義は石綿を重量で5%を超えるものとしたが、1995年10
月にクロシドライトとアモサイトの輸入・使用等を禁止するとともに、重量1%超のものを
石綿含有物とした。2006年9月から含有率は0.1%超とした。従って、例えば1995年以
前に製造された石膏ボードに約4%の石綿が含まれていても、製造当時は石綿含有物ではな
かったが、現在では石綿含有物として取り扱われなければならない。
わが国では2004（H16）年10月に、EU加盟国は2005年1月に石綿の使用は原則禁止と
なったが、ロシア、中国、インドをはじめ、クリソタイルを今もなお使用している国は多い。
2020年11月末の珪藻土バスマット騒動の背景は、石綿含有物の定義の変遷と、クリソタ
イルの使用が禁止されていない国からの輸入品にあった。このセミナーが石綿及び石綿関
連疾患を正しく理解するための機会になれば幸いである。

LS20-2
富士フイルムのAI技術「REiLI」の取り組み
芝山∙稔正（しばやま∙としまさ）

富士フイルム株式会社メディカルシステム事業部 ITソリューション部

当社は2018年にから「REiLI」というAIブランドを立ち上げ、AI技術の開発を進めている。
これらは高画質化、臓器セグメンテーション、コンピュータ支援診断、読影ワークフロー
の効率化という4つの技術アプローチをもとに開発されした様々な機能を組合せて、画像
診断医療機器・システムに搭載されすることで、画像診断ワークフローの向上に寄与する
ことを目指している。1.　読影専用ビューワ「SYNAPSE  SAI viewer」　読影専用ビューワ

「SYNAPSE SAI viewer」について紹介する。SYNAPSE SAI viewerはAI技術を活用するこ
とによって、臓器自動抽出、自動位置合わせ等、ワークフロー支援機能を備えたビューワ
である。「臓器セグメンテーション機能」にて、認識した肺区域情報をラベリング。そして

「肺結節検出機能」では、CT画像上で肺結節が疑われる領域を検出し、「肺結節性状分析機
能」にて、検出された肺結節の性状分析結果の観察と分析結果を表示する。これらの結果を
組み合わせて、所見文生成を行い、ユーザーに所見文の候補を提示することで、レポート
作成の支援を行う。2.　胸部X線画像病変検出ソフトウェア「CXR-AID」　胸部X線画像に
おける病変検出ソフトウェア「CXR-AID」について紹介する。CXR-AIDは胸部X線画像の結
節・腫瘤影、浸潤影、気胸の存在が疑われる領域を検出し、それらの異常領域の存在の可
能性を青から赤までのグラデーションカラーで表示。その領域を医師が再確認することで、
見落し防止を支援する。

LS20-1
PFM（Patient Flow Management）・チーム医療の推進を支援する統合
診療支援システムの構築
多田∙賀津子（ただ∙かづこ）

兵庫県立尼崎総合医療センター 情報管理部

当院では、入院前から患者の退院後の生活を見越して支援するために2017年からPFM
（Patient Flow Management）を導入し、2023年3月患者サポートセンターを開設した。
2022年5月の病院情報システム更新では、本センターの開設を見据えて新たな文書管理・
統合診療支援システム（YahgeeCITA）を導入した。文書管理システムでは、「入院ナビ」を
起点に入院前・入院時の各種スクリーニングを可能とし、各種スクリーニングの入口を集
約したことでシステム操作の煩雑さを回避でき、文書間で情報を連携させることで重複記
録を最小限にした。チーム医療に関する記録では、どこで誰が何をすべきかを業務フロー
として可視化し、必要な文書をリンクさせることで直感的な操作を可能とした。患者サポー
トセンターではこれらの文書を入院前記録として作成し、病棟へ引き継ぐことで病棟での
入院時記録を省力化できた。また、各種スクリーニングと同時にチーム医療対象患者を一
覧化できるよう構築したことで、病棟看護師は介入依頼が不要となり、介入患者の漏れが
なくなった。その結果、認知症ケア、排尿ケア、緩和ケアにおいて、患者数および加算算
定の増加に繋がった。統合診療支援システムでは、入院前支援看護師用と病棟看護師用が
あり、前者は電子カルテのオーダ情報を反映させ情報収集を簡便にした。後者は、入院後
の文書の進捗や患者状態、スクリーニングの次回評価日を表示させ、患者の状態変化に対
応した再評価を可能とした。統合診療支援システム導入により業務の効率化、記録の省力
化が図れ、診療報酬加算算定が増加し、一定の効果が得られたと考える。
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LS25-1
リモート保守マネジメントサイトで脱VPN・アクセス環境集約によるセ
キュリティ強化事例
中山∙元也（なかやま∙もとや）

株式会社オプテージ 医療ソリューション部

近年、医療機関をターゲットとしてランサムウェアを中心としたサイバー攻撃被害が発生
しています。サイバー攻撃の際に攻撃者が使用する主な方法として、院内に設置されたリ
モートVPN装置にインターネットから侵入し、サイバー攻撃を行う事例が増加しています。
医療機関では患者様の診療情報を含んだ医療情報データを扱う場合に、外部（インターネッ
ト）から切り離した診療系ネットワークを構築するのが一般的とされていました。しかし、
閉ざされたネットワーク環境においてもシステムベンダーが外部からリモート保守を行う
ため、あるいは外部のクラウドサービスを利用するため等の理由によりリモートVPN装置
が院内に設置され、限定的に外部と接続する環境が構築されています。そこを攻撃者に狙
われているのが実情です。私たちのご提案として、このリモートVPN装置を用いない、脱
VPN構成で外部からのサイバー攻撃に対抗するためのリモート保守マネジメントサイトを
ご紹介します。リモートVPN装置を院内に設置しないことで外部からの攻撃へのリスクを
軽減できるほか、部門システムベンダーも含めた統括的なリモート保守環境を構築するこ
とで、ベンダーからのアクセス方法を集約化し、環境運用面への効果も期待できます。

LS24-2
バイオシミラー　どう考える？　どう選ぶ？　どう使う？
鬼窪∙利英（おにくぼ∙としひで）

相澤病院 薬剤センター

近年、物価高騰、人件費の上昇に加え、医薬品購入費が増大することにより病院経営は非
常に苦しい状況にある。抗がん剤をはじめとした高額医薬品のほとんどはバイオ医薬品で
あり、バイオシミラーは医薬品購入費や医療費を抑えるためのキーとなると考えられる。
しかしながら、バイオシミラーの導入には様々なハードルがありそれらを乗り越える必要
があるため、十分に浸透しているとはいえない。相澤病院では、後発医薬品・バイオシミラー
の導入手順を作成し、薬剤センターが主導し導入を進めている。導入するにあたり重要と
なるポイントは、品質面・経済面に加え、医師をはじめとしたスタッフの理解と考える。【品
質面】後発医薬品とは違い、全く同一成分ではないため、同等・同質の品質、有効性、安全
性が担保されているか？原薬を含めた製造工程、製造量、サプライチェーンはどうか？【経
済面】購入費や薬価差益、患者負担の軽減はもちろん、使用量やと出来高の使用比率を総合
的に判断し、病院収益に対してどの程度貢献度があるのか？【スタッフの理解】バイオシミ
ラーに関してどの程度スタッフが理解してもらえているのか？が一番重要なポイントかも
しれない。そのためには薬剤師が導入検討の段階で、バイオシミラーがどのようなものかと、
上記のポイントについて十分説明する必要がある。また、導入する場合には、患者へ十分
説明できる体制を構築する必要がある。当日は相澤病院でどのように行なっているかを紹
介したいと思う。

LS24-1
バイオシミラー推進に向けた長崎医療センターでの取り組み
橋本∙未雷（はしもと∙みらい）

NHO 長崎医療センター 薬剤部

2023年に政府方針として「2029年度末までに、バイオシミラーに80%以上置き換わった
成分数が全体の成分数の60%以上にする」という数値目標が設定された。また、2024度診
療報酬改定ではバイオ後続品導入初期加算の対象拡大・バイオ後続品使用体制加算の新設が
行われ、バイオシミラーへの切り替えが促進されていくと考えられる。当院のバイオシミ
ラー使用状況については、2020年度から2023年度までは数量ベースでそれぞれ62.4%、
58.2%、65.7%、66.7%、金額ベースでは16.4%、18.6%、23.4%、20.4%という状況で、
国立病院機構のDPC病院の中でもバイオシミラーの使用率は低かった。しかし、医薬品購
入費の削減と新設されたバイオ後続品使用体制加算の算定に向け、薬事委員会での採用変
更、院内各種委員会での情報提供等の取り組みを積極的に行うことでバイオシミラーへの
切り替えが大きく進んだ。今回は当院での取り組みについて紹介する。

LS23
医療現場におけるAIの活用とその実態～現状の活用状況と将来展望につい
て～
山本∙健人（やまもと∙たけと）

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門

ChatGPTに代表されるように昨今のAIの発展は著しく、まさに日進月歩の進化を遂げてい
る。医療分野においても同様に、多様な取り組み、製品化が進められ、医療現場での活用
事例が積み上がりつつある。
国内においても、2017年に「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会」報告書において、
医療AIを導入すべき6つの重点領域として、1．ゲノム医療、2．画像診断支援、3．診断・
治療支援、4．医薬品開発、5．介護・認知症、6．手術支援が選定されて以降、各種のソリュー
ションが上市されている。さらに、令和4年度の改定において、画像診断管理加算3の施設
基準に新たに「関係学会の定める指針に基づいて、人工知能関連技術が活用された画像診断
補助ソフトウェアの適切な安全管理を行っていること」ほかが要件として追加されるなど、
医療現場への導入の土壌が整いつつある。また国外においても、米中のプラットフォーマー
やベンチャー等が豊富なデータを背景に多様なソリューションを生み出しており、医療現
場でも活用が進んでいる。
本セッションにおいては、1．技術面からAIの進展を、2．政策面・社会面から医療現場に
おけるAI活用のニーズや期待を整理しながら、3．特に医療現場で利用されているソリュー
ションにフォーカスし国内外の動向と潮流を俯瞰、4．日本における更なる普及発展に向け
た課題と今後の展望を洞察する。
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O2-36-2
地域の医療状況を考慮した救急応需体制の強化と「救急患者連携搬送料」取
得に向けた取組み
町田∙浩志（まちだ∙ひろし）、小池∙俊明（こいけ∙としあき）、村田∙将人（むらた∙まさと）、矢嶋∙尚夫（やじま∙ひさお）、
佐藤∙慶吾（さとう∙けいご）、渡部∙圭介（わたなべ∙けいすけ）、平山∙瑛望（ひらやま∙あきみ）

NHO 高崎総合医療センター救急科

【はじめに】当院は人口42万人の2次医療圏唯一の総合病院で救命救急センターに認可され
ているが、救急医が少なく救急応需率が9割を切っていたため、救急応需率を向上する取組
みを行った。【方法1】1.救急隊の応需依頼を医師直送に変更2.救急不応需報告書を記載【結
果1】2020年度は85.7%（4828件）であったが、取組み開始後の2021年度は87.2%（5842
件）まで回復し、2022年度は90.6%（6175件）、2023年度は96.3（6747件）と年々増加
している。【小括】従来の事務員を介した応需依頼より医師が直接情報を入手することで病
態のイメージが明確になり受入しやすくなった。また不応需報告書を記載することで救急
応需体制やMedical control（MC）体制の問題点を抽出し、その解決につなげることがで
きた。【続けて】当医療圏は全国平均と比べて急性期病床は少なく、慢性期･回復期病床が多
い状況にある。特にコロナ禍で、各医療機関の満床、医師不足による救急応需困難が多発し、
当院も病床管理が難渋し入院先の調整が必要な状況となった。【方法2】2021年末に地域
MC協議会を介して、まず当院で初療を行い積極的な治療介入不要な患者を協力医療機関で
入院する内諾を得た。【結果2】当院から初診後に転送した患者は、2021年度月数件であっ
たのが2022年度89件、2023年度108件と年々増加している。【今後の取り組み】今年6
月の診療報酬改定で「救急患者連携搬送料」が取得できるようになった。急性期病院で初療
を行い慢性期・回復期病院で入院する「地域全体を一つの医療機関」という方針はこの診療
報酬と合致している。当院では病院救急救命士の採用、転院搬送用病院救急車の購入を行い、
さらにこの取組みの活性化を図っていく。

O2-36-1
消化器外科の収益向上の取り組み
坂元∙一郎（さかもと∙いちろう）、家田∙敬輔（いえた∙けいすけ）、平井∙圭太郎（ひらい∙けいたろう）、宮前∙洋平（みやまえ∙ようへい）、
生方∙泰成（うぶかた∙やすなり）、斉藤∙秀幸（さいとう∙ひでゆき）、真木∙茂雄（まき∙しげお）、栗山∙令（くりやま∙りょう）、
小川∙哲史（おがわ∙てつし）

NHO 高崎総合医療センター外科

【目的】地域の患者ニーズに応え，必要な設備・人材に投資を続けるために，収益の確保は
必要である．働き方改革も踏まえた消化器外科の取り組みと成果を報告する．【方法】1．患
者数増：連携紹介冊子・ホームページに実績を掲載，近隣医療機関との症例検討会やクリニッ
ク訪問で，当科の特徴をアピールした．また，急患を受けられるよう外科医の手を空ける
体制を心がけた．2．収入と支出の適正化：DPC期間2超過症例の検証と適切な診療報酬請
求で収入増を，材料費削減，他院とのベンチマークで支出減を図った．3．効率的な勤務体制：
腹膜炎や腸閉塞など緊急入院のクリニカルパスを作成，初期対応の負担を軽減した．医師
事務作業補助者に多くの書類の下書きや算定項目のチェックを，患者サポートセンターに
追加検査や他診療科受診，多職種支援の調整を依頼している．9名の外科医を3チームに分
け，複数の担当医で患者に目を配り，休日前はカンファレンスで申し送る体制とした．【結果】
コロナ禍前2019年度と2023年度を比較すると，紹介患者数は495人から628人（27％
増），手術数は800件から942件（18％増）で，診療収益は23％増加した．2022年度の
NHO急性期総合病院の外科医師人件費あたりの粗利比較では偏差値65.2 であった．【考察】
積極的な広報活動と顔の見える地域連携，データの可視化による改善策の検討，働き方改
革に後押しされた勤務改善で，収益の向上を得ることができた．2021年には腹腔鏡手術機
材の追加購入，2023年にはロボット手術装置の導入など，収益を元に整備を進めている．【結
論】地域医療の維持のためには，感染症や医療行政など環境の変化に合わせて，タイムリー
な対応が重要である．

LS26
病院情報システムにおける医療DXの実現（通院支援アプリによる患者サー
ビス向上）
武田∙理宏（たけだ∙としひろ）

大阪大学医学部附属病院医療情報部

電子処方箋や電子カルテ情報交換サービスなど、国が医療DXを進める中、医療機関として
医療DXを推進する必要がある。高齢者であってもスマートホンを持つ患者が増えるなか、
スマートホンを用いた医療サービスの提供を積極的に検討する必要がある。
当院では、2019年より三井住友銀行がサービス提供する医療情報銀行を用いて、患者に当
院の診療情報の返却を行ってきた。2024年3月には、Personal Health Record機能に加
え、診察待順案内、処方箋情報送信、会計後払い決済、予約確認やお知らせ通知などの機
能を持つ、wellcne（プラスメディ社）を導入した。今後、医療情報銀行はwellcneのプラッ
トフォーム上に乗ることで、サービス統合される。医療情報銀行は3年間で約2800人に患
者に利用されているが、複数のサービスを提供するwellcneは、導入後4カ月で約4,800
人の患者が利用している。
現在、プラスメディ社とはデジタル診察券を共同研究として開発をしている。デジタル診
察券では、患者さんは自由な場所でチェックイン、診察待ちを行い、診察終了宣言で、医
事課に立ち寄ることなく帰院をすることが可能となる。
このような電子カルテと接続したクラウドサービスを提供するためには、セキュアなネッ
トワーク環境が必要となる。当院では外部との接続をセキュアな基盤に接続を一元化し、
セキュリティを確保するMegaOak Cloud Gateway（NEC社）を導入し、これらの患者向
けクラウドサービスを提供している。MegaOak Cloud Gateway、wellcneを基盤として、
患者向けクラウドサービスの拡大が期待される。

LS25-2
病院情報システムネットワークのセキュリティ対策　～病院側が実践する
リモート保守運用～
白永∙由紀子（しらなが∙ゆきこ）

NHO 近畿中央呼吸器センター 医療情報管理室

サイバーセキュリティ対策として、病院システムネットワークへのリモート保守について
は、必要時のみ接続し終了後抜線したり、ベンダーによるデータの入出力の管理や操作の
ログを取得するなど厳重な対応が情報管理室に求められます。安全なシステム環境を構築
することが重要ですが、人的作業を削減し継続可能な運用を行うかも非常に重要となりま
す。当院では、ベンダーが敷設したインターネット回線をできる限り撤廃し、病院が用意
した踏み台ネットワークに設置した保守用踏み台端末経由でリモートデスクトップで各
サーバにアクセスする方式としました。機器の監視など様々な理由によりベンダー個別の
リモート接続方式が必須のケースもありますが、その場合はファイアーウォール機器によ
り中から外へのみ宛先を指定して通信許可するなど、病院の機器経由を必須とする病院主
体のリモート接続環境を構築しました。また、万一のランサムウェア感染に備え、物理分
離のバックアップが求められています。書き込み不可方式を採用したバックアップシステ
ムを導入することにより、堅牢なバックアップ体制を確立しました。これらの体制構築に
ついて、かかった費用も含めて紹介します。
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O2-36-6
地域包括医療病棟入院料算定（地包医病棟）の検証
太田∙悦子（おおた∙えつこ）、立堀∙善久（たちぼり∙よしひさ）

NHO 東近江総合医療センター医事課診療情報管理室

【目的】新設された地包医病棟は地域の総合医療を担う当院にとって適切な病棟と考えられ
る。これから増加する急性期高齢者医療のための病棟であり厳しい基準クリアに向けての
弱点を明確にすることを目的とした。

【方法】前日の全入院患者情報の診療科、病棟、6桁MDC、病名をエクセルで管理し、入退
院時の看護必要度B項目点数と救急搬送の有無とADLの悪化率、在宅復帰状況を全症例に
付与していった。

【結果】地包医に入れないだろう歯科・婦人科・小児科症例は削除し、20日までの入院230
件で初日B項目3以上50％以上が45.3％、救急搬送15％以上が17.0％、ADL悪化率は5％
以下が1.1％、在宅復帰は退院症例で80％以上が94.4％、平均在院日数21日以内が12.1
日であった。

【考察】地包医病棟新設の決定には患者状態の検証と院内の人員配置事情がある。そして急
性期一般入院料の区分によっても地包医病棟入院への判定が違ってくる。患者の地包医病
棟基準のみでの検証では入院初日のB項目3以上が4.7％足りていないのみで他の項目はク
リアしている。急性期一般入院料4では病床縮小も視野に入れた議論があったが地包医病棟
新設すれば縮小は解消される。但し、ベッドコントロールでは事務が介入し患者基準を詳
細に管理する必要がある。

【結語】患者状態単独での検証では、入院時のB3率が低いことがわかった。地包医病棟新設
は　夜間救急搬送された高齢者をたらいまわしにせず退院支援まで行うことが出来る。そ
して当該病院は日ごろの病診連携が必要になってくる。実際の運用は6月以降になり、新設
時、断念時の状況を継続して検証していきたい。

O2-36-5
PDCAサイクルを用いた地域包括ケア病棟直接入院の2024年改定を考慮
した効果的な運用の確立
佐藤∙祐子（さとう∙ゆうこ）1、鈴木∙康人（すずき∙やすひと）2、高橋∙香奈（たかはし∙かな）3、石井∙優子（いしい∙ゆうこ）3、
金沢∙えみ子（かなざわ∙えみこ）3、滝田∙純子（たきた∙じゅんこ）4、増田∙典弘（ますだ∙のりひろ）4

1NHO 宇都宮病院事務部企画課、2NHO 宇都宮病院事務部、3NHO 宇都宮病院看護部、 
4NHO 宇都宮病院外科

【背景】令和4年度診療報酬改定より地域包括ケア病棟（以下地ケア）の院内転棟率が6割以
上の場合入院診療費の大幅な減算がなされることとなり、病床運用方法の大きな変更が必
要となった。更に令和6年度診療報酬改定に対応した運用の変更が必要となった。

【目的】地ケア直入率3割5分以上を維持しつつ、7対1病棟との入院診療費の減算幅を可能
な限り小さくする。運用方法の確立にはPDCAサイクルを用いて実施した。

【方法】現在地ケア直入としている症例で短期滞在手術等基本料3を算定（以下短3）してい
る症例の洗い出しをし、短3を除いた時の直入率を出力、直入率3割5分以上を維持する
ために必要な症例数を出力し現状を把握する。また、改定によりDPCの入院料も変わっ
たため地ケア直入に向いていると予測した症例をあげ、DPCと地ケアの総入院料を比較
するシミュレーションを再度実施し、この結果をもとに地ケア直入対象症例をあげ運用を
Planning、これらのデータを定量的に把握し数値化、みえる化を徹底した。また、実患者デー
タからもDPCと地ケアの包括金額を比較したΔ地ケアを出力し、地ケア直入症例のDB化
を図った。

【成績】令和4年度診療報酬改定時の運用や失敗事例を活かし日々転棟率をcheck、見える
化を図り院内周知を実施した。2年間の地ケア直入運用の確立を経て減算の発生を防ぐこと
ができた。

【結論】PDCAサイクルを用いて地ケア直入の運用を検討し、良好な結果が得られた。今後
の課題として、令和6年度診療報酬改定に対応した新運用の構築を図る。

O2-36-4
重心病棟に続き一般病棟の休日リハビリテーション実施日数を増加したこ
とで治療機会が増加し、増収にも繋がった取り組みについて
岩田∙誠一（いわた∙せいいち）1、加藤∙麻衣子（かとう∙まいこ）1、佐々木∙孝夫（ささき∙たかお）1、米澤∙一也（よねざわ∙かずや）1,2、
佐藤∙純也（さとう∙じゅんや）3

1NHO 函館病院リハビリテーション科、2NHO 函館病院循環器科、3NHO 函館病院事務部

【目的】「365日リハ」の有用性は,回復期に限らず急性期においても示され,令和6年度の
診療報酬改定でも「休日リハ」の実施が重点化された.しかし,重心病棟は対象ではなく,「休
日リハ」を実施した報告は少ない.今回,重心病棟の試行を基に他病棟の取り組みを実施し
たので収益的側面から報告をする.【方法】1.重心病棟にてR5年6月から休日勤務を増加

（3.7→8.0日/月）し,以下について調査した.実施前後3 ヶ月の平日と休日の平均単位数の
比較,R4年度とR5年度の平均単位数・診療点数の比較.2.R5年9月から全病棟で運用（休
日勤務人数:2.8→4.6人/日）し,R4年度とR5年度の平均単位数・診療点数の比較.【結果】
1.R5年3 ～ 5月/6 ～ 8月:平均単位数:平日18.4/19.1単位,休日:18.5/21.3単位.R4年
度/R5年度:年間単数:6,769/8,821（差:2,052）単位,診療点数:1,590,759/2,072,533

（差:481,774）点.2.R4年度/R5年度:年間単位数:54,055/60,495（差:6,440）単位,診療点
数:11,613,153/13,246,097（差:1,632,944）点.【考察】平日の重心病棟は,検査等の医療
的処置や,療育活動等のためリハ実施機会が減少したと考えた.休日リハ実施日数の増加に
は,個別担当制から複数担当制への移行と,カンファレンス等の参加調整が必要であった.重
心病棟の単位数・点数が増加した結果を基に,全病棟へ拡大した.休日勤務者が増加したこ
とで,年間の単位数と点数の増加となった.単価増,処方増を差し引いても13,598,910円の
増収であった.また,ワークライフバランスの視点から,スタッフの生活スタイルも多様化し
ており,平日休や隔日休の希望者がいるなど,「休日リハ」の実施・拡大は,単に収益面だけで
はなく,患者さまやスタッフにとっても有益であることが推察された.

O2-36-3
栄養管理部門における増収に向けた現状報告と今後の課題
村崎∙明広（むらさき∙あきひろ）1、前田∙篤史（まえだ∙あつし）1、遠藤∙佑希乃（えんどう∙ゆきの）1、高木∙咲穂子（たかぎ∙さほこ）1、
石川∙綾乃（いしかわ∙あやの）1、有村∙真巳（ありむら∙まみ）1、冨田∙沙希（とみた∙さき）1、佐竹∙昭介（さたけ∙しょうすけ）1,2

1国立長寿医療研究センター病院栄養管理部、2国立長寿医療研究センター病院老年内科

【目的】医療機関経営調査（n=630）によると、経常利益からコロナ、物価高騰関連補助金
を除いた経営状況は、2021年度および2022年度における赤字病院の割合が7割にのぼっ
た。このような全国的な状況の中、当センター栄養管理部門において収入増を目途に取り
組んだので報告する。【方法】栄養管理部門の主な収入項目は、入院時食事療養費関連、栄
養食事指導関連、チーム医療関連などが挙げられる。これらの主要関連を基軸とし、更に
管理栄養士養成校からの臨地実習生受入関連を加え、2022年度と2023年度の各項目の収
入額を比較した。【結果】2022年度 vs. 2023年度収入額比（円）は、入院時食事療養費関連

（158,235,673 vs. 179,222,644）、栄養食事指導関連（6,815,600 vs. 7,076,600）、チー
ム医療関連（544,000 vs. 422,000）、臨地実習生受入関連（2,461,800 vs. 2,178,000）、
関連合計（168,057,073 vs. 188,899,244）となり年度比は約二千万円の増収となった。【考
察】栄養管理部門は収益の少ないサービス部門と批評されることが多い。しかし今回のよう
に年度比較を見ても、入院時食事喫食率が9割である入院患者数増と栄養食事指導件数増を
主軸とした増収を得ることが出来た。特に近年の診療報酬改定は管理栄養士が活躍すべき
事項が多くみられる。しかし、それを担う管理栄養士のマンパワーを補強する増員への費
用対効果に値する算定点数ではない。引き続き、今回の収入に貢献すべく評価を積み重ね、
栄養管理部門を充実させたいと考える。
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O2-37-3
当院の医科歯科連携への取り組み
細谷∙智（ほそや∙さとし）1、室井∙弘子（むろい∙ひろこ）2,3、室田∙力（むろた∙ちから）2,3、佐藤∙康子（さとう∙やすこ）4、
菊池∙もも子（きくち∙ももこ）4、鹿野∙典子（しかの∙のりこ）4、瀧川∙政和（たきがわ∙まさかず）5,6

1NHO 相模原病院救急科、2NHO 相模原病院看護部、 
3NHO 相模原病院相模原病院地域連携・入退院管理室、4NHO 相模原病院入院案内センター、 
5NHO 相模原病院放射線科、6NHO 相模原病院地域医療・情報部

当院は2016年から医科歯科連携を開始し，年間約1500例を連携している，当院の特徴，
医科歯科連携の対象疾患，連携の内容，および取り組みについて示し，今後の医科歯科連
携の在り方について検討する．当院は神奈川県相模原市に位置し，医療圏に地域医療支援
病院は当院と他1病院しかなく，2病院で年間の4割の救急車に応需している．一般病棟
458床，28の診療科目を有しアレルギー・リウマチ疾患の準ナショナルセンターであるが
歯科の標榜はない． 口腔ケアは様々なメリットを患者にもたらすことが知られており，よ
り高度な口腔ケアを行うには歯科による口腔ケアが必要であり，歯科のない当院において
は医科歯科連携が必須である．医科歯科連携を開始当初，歯科医師会と連携を発展させる
予定だったが，業務内容や財源の問題から実現せず，以前より当院と連携関係にあった歯
科医院との関係を強化する形で医科歯科連携を開始した．まず周術期の患者を中心に術前
の口腔ケアを目的に連携した歯科へ紹介，また受診が困難な場合は訪問診療を依頼した．
開始当初は周術期の口腔ケアが中心だったが，アレルギー・リウマチ疾患のビスホスホネー
ト・ステロイド治療の患者も対象に広げ，現在では，全身麻酔による手術・ビスホスホネート・
ステロイド治療・放射線治療・化学療法等を受ける患者を対象に広げた．周術期の口腔ケ
アに関しては連携数を確保できているが，それ以外の連携数が少ないことが問題点として
あげられる．対策としてまず紹介状作成時に返信も印刷し同封している．ビスホスホネート・
ステロイド治療・放射線治療・化学療法を行っている外来治療センターにも協力を仰ぎ紹
介数を増やす工夫をしている．

O2-37-2
心疾患を持つ要介護高齢患者に対し多職種連携を図り自宅退院に至ったリ
ハビリテーションの経験
廣川∙誉（ひろかわ∙ほまれ）1、斉藤∙雅哉（さいとう∙まさや）1、加藤∙穣（かとう∙じょう）2、鈴木∙祥司（すずき∙しょうじ）2

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2NHO 霞ヶ浦医療センター循環器内科

【はじめに】今回、既往の心疾患に配慮しつつリハビリテーションを実施し、自立歩行獲得
し自宅退院に至った症例について報告する。【症例・現病歴】症例は83歳の女性で、入院前
はADL自立し、要介護1でデイケアを利用していた。自宅内で転倒し、他院にて左大腿骨
遠位端骨折に対する観血的手術が施行された。術後、自動背屈不良であり、術前のシーネ
固定による腓骨神経麻痺が疑われ、リハビリテーション目的に当院へ転院の運びとなった。

【治療経過】心エコー検査にて、左室拡張障害がみられ、心不全症状があったことから他院
にて心アミロイドーシスの診断がされていた。血圧や心拍数の管理など、心疾患に対する
リスク管理を行いながら介入した。下垂足に対してオルトップ装具を着用し、歩行訓練を
行った。ピックアップ歩行器を使用することで、歩行自立可能となり、自宅退院の運びとなっ
た。【考察】入院早期より、院内外の多職種間で連携を図ることができた。ケアマネージャー
からは玄関や屋内動線の情報など、居住環境が共有され、自宅環境に合わせたリハビリテー
ションを実施した。退院前にはリハビリテーション見学とカンファレンスを設定し、実際
の動作を家族、各職種と確認し、福祉用具の選定を行った。多職種による介入は、要介護
高齢者の自宅退院調整に重要であり、心不全患者の再入院、死亡リスク減少につながると
報告されている。当院も多職種連携ができる体制の整備が必要であると考える。【結語】心
疾患を持つ高齢患者が増加している。患者にとってより良い在宅生活を支援するためには、
早期からの多職種連携、地域連携の体制づくりが必要であると考える経験となった。

O2-37-1
高齢者退院支援に関するアウトカム指標の地域差：首都圏と地方都市での
地域差
山本∙明子（やまもと∙あきこ）1,3、若山∙利予（わかやま∙りよ）4、伊藤∙晋作（いとう∙しんさく）4、斎藤∙幸代（さいとう∙さちよ）4、
荒木∙三千枝（あらき∙みちえ）4、木ノ下∙智康（きのした∙ともやす）5、野々川∙陽子（ののかわ∙ようこ）2,3

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校副学校長、 
3国立長寿医療研究センター外来研究員、4国立長寿医療研究センター看護部、 
5国立長寿医療研究センター先端医療開発推進センター

【目的】医療・介護サービス分野では地域差を考慮したシナリオ設定の必要があるといわれ
る。首都圏と地方都市の高齢者医療施設に勤務する看護師の考える退院支援のアウトカム
指標に地域差があるかを検討する。

【方法】「うまく行うことができた退院支援と評価するための指標」14項目などの質問紙を
使用し2024年1月に郵送法で調査した。対象は、地方都市（以下、A施設）と首都圏（以下
B施設）の高齢者医療施設の急性期病棟看護師で、回答はリッカート5件法とした。Mann-
Whitney の U検定で分析しp＜0.05、退院支援時に優先する項目は記述統計で2施設を
比較した。

【倫理的配慮】自施設の倫理・利益相反委員会の承認（No.1766）を受けた。
【結果】回答を得た228人から欠損値のない203人を分析対象とした。Mann-Whitney の 
U検定の結果、「公的な社会資源の導入と共に、インフォーマルな地域サービス（地域住民
や民生委員の協力、食事の宅配サービスなど）と連携しながら患者はサポートを受けること
ができる」でA施設よりB施設のほうが“思う”に有意差（p=0.038 r=0.15）があり、退院
支援時に優先する項目は両施設とも「患者が希望する療養場所（自宅以外・施設等）へ退院す
ることができる」であった。

【考察】首都圏では単身世帯が占める割合が高く3世代同居割合は低いため「公的な社会資源
の導入と共に、インフォーマルな地域サービス（地域住民や民生委員の協力、食事の宅配サー
ビスなど）と連携しながら患者はサポートを受けることができる」に有意差があると考える。
高齢者の退院支援を行う際に優先する項目に地域差は無く、今後も高い高齢化率が続く社
会背景から地域のコミュニティの支援が必要であると考える。

【結論】看護師の考える退院支援のアウトカム指標は、項目により地域差はあり優先するア
ウトカム指標に地域差は無かった。

O2-36-7
国立病院機構病院での産業医活動の現状と問題点
横田∙徹（よこた∙とおる）、横江∙隆夫（よこえ∙たかお）

NHO 渋川医療センター産業医（乳腺内分泌外科）

国立機構病院も事業所であり産業医配置が必要である。当院は、2016年に合併誕生した職
員数630名の病院で、合併前の産業医（いずれも乳腺内分泌外科）2名で行っている。産業
医活動の現状と問題点を検討した。活動内容は1.ほぼ連日、職員の疾病の報告書確認、2.精
神的問題で休職や職務制限が生じた職員の職場復帰への面談（年20回程度）3.年2回の定期
職員検診の報告書作成。作成は時間内から時間外になるが我々幹部職員は時間外手当はな
い。4.新規職員の入職時健康診断結果確認.5.月1回安全衛生委員会の職場巡視と報告書作
成、委員会出席.6.近年の働き方改革における時間外労働時間確認と長時間労働者の希望面
談。7.ストレスチェックテスト結果の確認および高ストレス判定者の希望面談。問題点：1.産
業医取得者はほとんどが開業医で病院勤務医では少ない。やむなく幹部医師や開業予定医
師が取得している。自発的な産業医希望はまずなく、院長命令で強制的に指名される.2.病
院産業医は上記のように多種の業務にも関わらず無給。過去に日本医師会の産業医報酬を
提示して訴えたが拒否された。ただ産業医維持のための講習会出席は出張で、また5年に一
度の産業医更新費用は病院負担.3.当院2名の産業医は2025年3月で任期を終了するが希
望者はなく後任は未定。改善点：業務量の反面、無報酬のため産業医報酬を国立病院機構
全体で検討して産業医契約を結んでほしい。今後働き方改革により時間外労働時間が厳し
くなると予想され職員のみならず産業医も負担軽減が必要である。
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O2-38-1
同時性胃壁内転移を来した胃癌の一例
濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）、大元∙航暉（おおもと∙こうき）、柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）、
櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）、松坂∙里佳（まつさか∙りか）、岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）、二萬∙英斗（にまん∙えいと）、
内海∙方嗣（うつみ∙まさし）、北田∙浩二（きただ∙こうじ）、徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）、高橋∙健司（たかはし∙けんじ）、
宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）、高橋∙寛敏（たかはし∙ひろとし）、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）、
三好∙和也（みよし∙かずや）、稲垣∙優（いながき∙まさる）、表∙梨華（おもて∙りか）

NHO 福山医療センター外科

【はじめに】胃癌の胃壁内転移は比較的稀な病態であり、胃の原発巣が粘膜下層や漿膜下層
のリンパ管網や静脈網を通じて原発巣と離れた粘膜下や漿膜下に転移巣を形成するもので、
原発巣・転移巣は組織学的に同一であり、病巣間に連続があってはならないと定義されて
いる。【症例】68歳男性　特に症状は無かったが、検診のEGDで幽門狭窄を伴った胃癌を
認め、当科紹介となった。CTにて幽門前庭部に壁肥厚あり、胃周囲のリンパ節の腫大を認
め転移が疑われたが、遠隔転移は認めなかった。PET-CTにて主病変以外に口側の離れた部
位にFDG集積を認め、CTでも同部位に造影効果を認めた。何らかの粘膜下腫瘍と考えそ
の病変を切除範囲に含む幽門側胃切除術　2群リンパ節郭清を予定し行った。病理検査にて
SMT様の病変は主として固有筋層内に主腫瘍と同様の組織の腫瘍を認め、粘膜表面には腫
瘍の露出を認めず主腫瘍とは連続していなかった。Double primary lesionと言うより壁
内転移と考えられた。胃癌の胃壁内転移は稀な病態であり、医学中央雑誌で『胃癌』『壁内
転移』のキーワードを用いて2000年から2024年までの期間で検索したところ、学会会議
録では散見されるものの本邦での論文報告例は13例しかなかった（食道壁、十二指腸壁内
転移は除く）。文献的考察を加え報告する。

O2-37-6
当院における地域包括ケア病棟運用の現状と今後の取り組み
滝田∙純子（たきた∙じゅんこ）、増田∙典弘（ますだ∙のりひろ）、小川∙敦（おがわ∙あつし）、関∙悠佑（せき∙ゆうすけ）、
山崎∙健人（やまざき∙けんと）

NHO 宇都宮病院外科

背景：2024年診療報酬改定では、2022年の大幅な見直しに続いてさらに地域包括ケア病
棟の要件が変更された。目的：2022年からの取り組みを検証するとともに、2024年改定
に合わせて入院基準と転棟基準をアップデートし、質の高い医療を提供しつつ減算を避け
るための取り組みを実施する。方法：2022年の取り組みは、概ね以下のとおりである。1）
ヘルニア、静脈瘤、痔核の手術、EMR、輸血目的など短期かつ看護負担が比較的軽度の入
院受け入れ 2）毎日ベッドコントロール会議を実施、週一回幹部会にて取り組み内容と入院
／転棟比率を報告し、院内全体での取り組みであるという意識を共有 3）レスパイト入院の
受け入れ数増加　等。結果：これらの取り組みにより、減算を回避した。また、自立/在
宅復帰を必要とする従来の患者層についても、定期的に実施する患者満足度調査において、
取り組み前と有意な差を生じなかった。レスパイト入院については、秋以降の実施となり、
十分な入院数を確保することが難しかった。考察とプランニング:2024年の診療報酬改定
では転棟率が65%に変更された一方、入院患者の要件変更があり、当院でも取り組み内容
を一部更新した。現状では医師・看護師・診療情報管理士・MSW等多職種のコミュニケーショ
ンを維持しつつ 1）レスパイト入院の強化 2）安全性強化の概念に基づいた胃ろう交換後経
過観察入院 3）泌尿器科領域の短期入院手術　等に5月から試験的に取り組んでいる。地域
包括ケア病棟の効率的かつより地域医療に貢献できる運用についてさらに検討し、6月以降
も順次実施する予定であり、具体的内容を含めて報告する。

O2-37-5
地域医療構想を見据えた心不全病病地域連携クリニカルパスの運用に関して
高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）、飯塚∙拓巳（いいづか∙たくみ）、佐藤∙新之介（さとう∙しんのすけ）、瀬田∙博貴（せた∙ひろき）、
大駒∙直也（おおこま∙なおや）、柴田∙悟（しばた∙さとる）、羽鳥∙直樹（はとり∙なおき）、小林∙紘生（こばやし∙ひろお）、
村田∙智行（むらた∙ともゆき）、太田∙昌樹（おおた∙まさき）、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）、広井∙知歳（ひろい∙しとし）

NHO 高崎総合医療センター心臓血管内科

病床機能分化を柱とした地域医療構想の推進は、救急医療リソース確保のための喫緊の課
題である。近年、ADLが低下した高齢心不全患者の増加に伴い、回復期病床を有する病院（回
復期病院）への転院を要する事例が増加している。結果として、転院調整に時間を要するた
め、入院の長期化が生じ、急性期病院病床をひっ迫する一因となっている。当院では2024
年4月から回復期病院との間で心不全病病地域連携クリニカルパスの運用を開始した。対象
は当院入院時に自宅退院が困難と予想される患者である。患者や家族にクリニカルパスの
内容を説明し、同意を得たうえで入院初日から回復期病院への転院調整も同時に開始して
いる。急性期治療が終了した時点で回復期病院に転院し、心保護薬の導入や漸増などを急
性期病院と同様に実施する。「急性期病院入院⇒回復期病院への転院⇒自宅退院」までの過
程を一体化したクリニカルパスで運用することによって、高齢心不全患者の病病連携を標
準化することが目標である。本発表ではクリニカルパスの運用状況、今後の課題や展望に
関して報告する。

O2-37-4
「診療看護師」「医療ソーシャルワーカー」「病院救急救命士」の多職種連携
で、病院救急車による転院搬送体制の確立へ
渡部∙圭介（わたなべ∙けいすけ）1、平山∙瑛望（ひらやま∙あきみ）1、佐藤∙正通（さとう∙まさみち）1、
中川∙純一（なかがわ∙じゅんいち）1、佐藤∙拓海（さとう∙たくみ）2、高橋∙紀貴（たかはし∙のりたか）2、長野∙明日香（ながの∙あすか）2、
小池∙裕介（こいけ∙ゆうすけ）3、玉木∙利彦（たまき∙としひこ）3、佐藤∙慶吾（さとう∙けいご）1、小池∙俊明（こいけ∙としあき）1、
村田∙将人（むらた∙まさと）1、矢嶋∙尚生（やじま∙ひさお）1、尾花∙裕太（おばな∙ゆうた）1、町田∙浩志（まちだ∙ひろし）1

1NHO 高崎総合医療センター統括診療部、2NHO 高崎総合医療センター患者サポートセンター、 
3NHO 高崎総合医療センター事務部

昨今、超高齢化社会の到来に伴い、年々増え続ける救急搬送件数・救急搬送時間が問題となっ
ている。これらに比例し医療機関での救急受け入れ数も増加の一途を辿っているが、医師
の働き方改革も進み、救急搬送を受け入れできる医療機関の受け皿が増える状況には至っ
ていない。そんな中、救急患者の初療を集約し、初療後の入院を分散させることで救急応
需体制を維持する取り組みが全国各地で効果を上げ、その取り組みを後押しすべく、今年
度新たに「救急患者連携搬送料」が診療報酬として創設、初療後の転院搬送が評価されるこ
とになった。当院では早速、転院搬送用の病院救急車導入準備を開始し、それと同時に医師、
医療ソーシャルワーカー（以下、MSW）、病院救急救命士（以下、病院救命士）、事務職員
をメンバーとしたワーキンググループを発足させた。ワーキンググループでは各職種から
の知見集約、周辺医療機関への説明会開催、マニュアル策定などを行った。新たに導入し
た病院救急車には消防機関の救急車と同等の装備を搭載し、他医療機関で転院搬送経験が
ある病院救命士も新たに採用した。病院救命士は救急車の管理、患者搬送時の運転・患者
管理を主に担当しているが、患者の病態によってはより高度な患者管理が必要になるため、
救急科専属の診療看護師も搬送チームの一員として積極的に転院搬送へ同乗する体制とし、
各職種が協力して患者の安全を第一に転院搬送を行っている。転院調整は「MSW」、患者搬
送は「病院救命士」、患者管理は「診療看護師」の多職種連携で行う新たな転院搬送の取り組
みについて報告する。
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O2-38-5
腹腔鏡下に修復したMorgagni孔ヘルニアの1例
吉田∙侑生（よしだ∙ゆうき）、山路∙隆斗（やまじ∙たかと）、辰巳∙亜依（たつみ∙あい）、林∙泰三（はやし∙たいぞう）、
林∙麻未（はやし∙まみ）、大森∙隆夫（おおもり∙たかお）、信岡∙祐（のぶおか∙ゆう）、湯淺∙浩行（ゆあさ∙ひろゆき）、
下村∙誠（しもむら∙まこと）

NHO 三重中央医療センター消化器外科

Morgagni孔ヘルニアは胸骨後部の胸肋三角部に腹腔内臓器が脱出するヘルニアであり，横
隔膜ヘルニアの1 ～ 3％と稀な疾患である．今回，胃前庭部・十二指腸球部および横行結
腸がMorgagniヘルニア孔に嵌入し腸閉塞を呈した症例を腹腔鏡下にprimary closureで
修復した症例を経験したので報告する．症例は89歳，女性．左大腿骨頸部骨折にて整形
外科入院中に頻回の嘔吐を認め，消化器内科を受診した．CT検査にて横隔膜ヘルニアが疑
われたため，上部消化管内視鏡検査を施行し，内視鏡的に整復した後，待機的手術目的に
当科紹介となった．CT検査では胸骨右後腔へ胃前庭部・十二指腸球部および横行結腸の嵌
入を認め，Morgagni孔ヘルニアと診断し手術を施行した．手術は腹腔鏡下に嵌入臓器を
引き出し，ヘルニア門との癒着を切離した．ヘルニア嚢は切除せず，ヘルニア門を2-0 吸
収有棘糸による連続縫合で閉鎖した．手術時間は81分で，出血量は3mLであった．術後
経過良好で経口摂取も可能となり術後13日目に慢性期病院へ転院となった．Morgagni孔
ヘルニアの治療として，primary closureとメッシュを使用するtension freeな修復があ
る．primary closureは手技が簡便でありメッシュ固定での縦隔臓器損傷の危険がない利
点がある一方で，10cmを超えるようなヘルニアに対してはtension free法が用いられる
ことが多いとされる．本症例ではヘルニア門の大きさは4cmと比較的小さく，高齢であり
手術時間・入院期間を短縮するために腹腔鏡下に単純縫合閉鎖を行う方針とした．primary 
closureによる修復はMorgagni孔ヘルニアの治療として有用であり，治療選択のひとつと
なりうると思われた．

O2-38-4
表在性非乳頭部十二指腸上皮性腫瘍（SNADET）の誤診例についての検討
原∙友太（はら∙ゆうた）、豊川∙達也（とよかわ∙たつや）、宇田∙陽紀（うだ∙はるき）、平岡∙凌河（ひらおか∙りょうが）、
岡本∙晃一（おかもと∙こういち）、長江∙桃夏（ながえ∙ももか）、佐藤∙大直（さとう∙ひろなお）、何本∙佑太（なにもと∙ゆうた）、
石川∙順一（いしかわ∙じゅんいち）、住井∙裕梨（すみい∙ゆうり）、住井∙遼平（すみい∙りょうへい）、稲生∙祥子（いのお∙しょうこ）、
上田∙祐也（うえだ∙ゆうや）、坂田∙雅浩（さかた∙まさひろ）、野間∙康宏（のま∙やすひろ）、藤田∙勲生（ふじた∙いさお）、
金吉∙俊彦（かねよし∙としひこ）

NHO 福山医療センター消化器内科

【目的】近年, SNADETに遭遇する機会は増加しているが, SNADETを疑い切除や生検を施
行された症例の中には非腫瘍と診断される症例も見られる. 今回, 当院でSNADETを疑い
内視鏡的切除を施行したが非腫瘍と診断された症例と, SNADETを疑い生検したが非腫瘍
と診断された症例について振り返ることで, 当院での傾向を知り, 今後の診療に活かすこと
を目的とした.

【方法】当院で, 2015年3月から2024年5月の期間にSNADETを疑い内視鏡的切除を施行
され病理診断で非腫瘍と診断された症例（切除群）と, 同期間にSNADETを疑い生検したが
非腫瘍と診断された症例（生検群）について後方視的に検討した.

【成績】切除群は11例, 生検群は21例であった. 切除群の治療内容の内訳は, CFP（Cold 
forceps polypectomy）7例, CSP（Cold snare polypectomy）1例, EMR2例, UEMR1
例であった. 同期間にSNADETを疑い内視鏡的切除を施行した症例は66例であり, 病理結
果が非腫瘍であった割合は16.6%であった. 同期間にSNADETを疑い生検した症例は41
例であり, 病理結果が非腫瘍であった割合は51.2%と過半数であった.

【結論】生検群の正診率は低かったが, 生検は腫瘍を積極的に疑わない症例で腫瘍否定目的に
行われていることが多かったことが影響していると思われた. 内視鏡的切除には出血や穿孔
など重篤な合併症のリスクを伴うため, 腺腫や癌を疑う所見が乏しい場合には生検をするこ
とで不要な切除を避けることができるのではないかと思われる.

O2-38-3
胃癌術後のフォローアップとしての上部消化管内視鏡検査の意義
服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、横山∙由依（よこやま∙ゆい）、印牧∙弘貴（かねまき∙ひろき）、
清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、羽田∙拓史（はだ∙たくみ）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、田中∙健太（たなか∙けんた）、
富永∙奈沙（とみなが∙なさ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、多代∙充（たしろ∙みつる）、
末永∙雅也（すえなが∙まさや）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【はじめに】胃癌治療ガイドラインでは、適切な検査や間隔について根拠は乏しいとしなが
ら、上部消化管内視鏡検査を術後1年目、3年目、5年目に施行することが提案されてい
る。上部消化管内視鏡検査の施行により患者は身体的、経済的負担を負い、医療者にも検
査実施の手続き、労力を生じる。胃癌術後のサーベイランスとして施行された上部消化管
内視鏡検査の現状を把握し、その意義と必要性について検討した。【方法】2016年1月から
2017年12月に当院で胃癌に対して胃切除術を行った83例のうち胃全摘術を施行した22
例を除く61例を対象に診療録を用いた後方視的検討を行った。施行された術式、術後サー
ベイランスとしての上部消化管内視鏡検査の施行状況、検査所見、特に残胃癌の発生頻度
について検討した。【結果】対象となった61例は男性42例、女性19例。年齢中央値は72
歳。胃切除術後の再建はBillroth I法が19例、II法が17例、Roux-en-Y法が20例、その
他5例であった。術後のフォローアップ期間中にサーベイランスとして施行された上部消
化管内視鏡検査で2例（3.2％）に残胃癌が指摘された。うち1例で残胃全摘が施行され、も
う1例は手術を行う前に多病死した。びらんを指摘されて残胃炎と診断されたものが29例

（48.3%）、残胃癌を否定する目的で生検が施行された症例は10例（16.3%）であった。【考
察】術後サーベイランスで5年間のうちに3.2%の残胃癌の発生を認めており、検診による
癌の検出よりはるかに高率であると考えられ、胃癌術後のサーベイランスとしての上部消
化管内視鏡検査の意義はあると考えられた。検査を希望しない患者に対しては具体的なデー
タを元に検査を勧めることが可能となった。

O2-38-2
上部消化管穿孔手術時のclosed incisional Negative Pressure 
Therapyの有用性について
川崎∙千瑛（かわさき∙ちあき）、中間∙拓雄（なかま∙たくお）、渡邊∙晴貴（わたなべ∙はるき）、小粥∙真実（おかい∙まこと）、
大石∙裕佳（おおいし∙ゆか）、藤原∙大樹（ふじわら∙ひろき）、木村∙安希（きむら∙あき）、山本∙悠史（やまもと∙ゆうじ）、
村上∙崇（むらかみ∙たかし）、木村∙準（きむら∙じゅん）、清水∙哲也（しみず∙てつや）、松田∙悟郎（まつだ∙ごろう）、
藤井∙義郎（ふじい∙よしろう）

NHO 横浜医療センター外科

【背景】消化器外科手術後の手術部位感染（SSI）の発生頻度は9.6％と高く, 特に緊急手術や
創分類3以上の汚染手術ではそのリスクはさらに上昇する. 術後SSIは入院期間の延長や医
療費の増加をもたらすため, その予防が重要である. 本邦では, 2020年より術後縫合創に
対するclosed incisional Negative Pressure Therapy（ciNPT）の使用が保険収載された. 
ciNPTによるSSI発生の低減効果については様々な報告があるが, 緊急手術症例における報
告はない.【目的】当院での上部消化管穿孔手術症例に対するciNPTの有用性を検討する.【対
象と方法】2016年1月から2024年4月までに上部消化管穿孔に対して緊急手術を行い, 術
後ICUに入室した39例を対象として, ciNPTの使用と切開創SSIの発生頻度の関係を検討
した. また切開創SSI発生による医療費および入院期間への影響も検討した. 内訳はciNPT
使用群が4例, 標準治療群が35例であった.【結果】切開創SSIの発生頻度はciNPT使用群で
25％（4例中1例）, 標準治療群で51％（35例中18例）であった. 入院医療費は, 切開創SSI
が発生しなかった群に比べて切開創SSIが発生した群で有意に高かったが（412万9700円 
vs 194万6899円, p＝0.011）, 入院期間では有意差を認めなかった.（39.1日 vs 29.6日, 
p＝0.224）【考察】上部消化管穿孔手術において, ciNPTの使用がSSI予防, およびそれに
伴う入院医療費の削減において有用である可能性がある.



539

O2-39-3
強迫症状のある統合失調症患者に対する取り組み―ストレングスを活かし
不安、症状の改善がみられ、自尊感情が向上した事例―
園田∙哲也（そのだ∙てつや）、田丸∙和宏（たまる∙かずひろ）、仲間∙賢治（なかま∙けんじ）、伊禮∙有香里（いれい∙ゆかり）、
中野∙良子（なかの∙よしこ）

NHO 琉球病院リハビリテーション科

【はじめに】今回、強迫症状のある統合失調症患者を担当した。症例のストレングスを活かし、
アプローチを行った結果、不安や症状の改善がみられたため報告する。【症例紹介】30代女
性。診断名は統合失調症。X-7年より事業所やグループホームなど新しい環境の話題が出た
のを契機に精神状態が不安定となり強迫症状や自傷行為が生じる。当院入院後、小集団活
動で手が汚れているのではと不安になり集合時間に遅れるなど問題点が表面化し、個別OT
を開始。【介入方法】1.好きな作業を一緒に行う。日中に行った好きな作業の記録。2.ネガティ
ブからポジティブなワードへの変換3.視覚的な正のフィードバック4.手洗いを止める基準
を見つける5.小集団活動の継続【経過と結果】好きな作業を個別介入から普段の生活に繋げ、
週6回行うようになった。作業を行う際は不安な言葉が目立っていたが、作業前に「よっ
しゃ」とポジティブな言葉を自分に言い聞かせるようになった。小集団活動では、手が汚れ
ていないかなどの確認がみられていたが、手洗いの工程毎で止める数を決め練習を行った
ことで一人でも手洗いを止めれることが出来ている。また、集合時間にも遅れなくなった。
自尊感情尺度も23点から34点へ拡大した。【考察】症例のストレングスに着目し、個別介
入から日常生活へ拡大したことで症状から離れることに繋がり、不安や強迫症状が軽減し
たと考えられる。また、介入方法2 ～ 4を小集団活動でも実践及び役割経験をしたことで、
自己肯定感や自尊感情の向上にも繋がったと考える。問題点ではなく本人のストレングス
や出来ることに焦点を当てることで本人の不安や症状の改善が得られたと考える。

O2-39-2
脱抑制を特徴とした遂行機能障害症例に対する作業療法アプローチ～神経
心理学的評価からの一考察～
今井∙春彦（いまい∙はるひこ）1、松本∙知也（まつもと∙ともや）1、成田∙秀美（なりた∙ひでみ）2

1NHO 弘前病院リハビリテーション科、2弘前医療福祉大学保健学部医療技術学科作業療法学専攻

【はじめに】入院時から易怒性，攻撃的行動などの脱抑制行動を伴う遂行機能障害症例を担
当した．本症例に対する作業療法を，神経心理学的所見に基づいて検討した．【症例紹介】
70歳代男性．診断名:左放線冠の脳梗塞．グレード3の脳室周囲白質病変および深部皮質下
白質病変あり．障害名:遂行機能障害．既往歴:多発性陳旧性虚血巣（4年前）．発症後10日
間程度は状況理解に欠け,職員に対し激高する場面があった．【再評価：発症＋20日】BRS:上
肢手指下肢6．移動:歩行器歩行自立．BI:75点（尿・便失禁あり）． FAB:4点．HDS-R:17
点．TMT-A:100秒，TMT-B:困難．ストループ:丸30秒,漢字280秒．遂行機能:BADS 
69/139点（障害あり群）．認知検査に対して苛立ちを示す．予定時刻に訓練室へ来ること
ができない．自動販売機では手順に戸惑い購入困難．【介入方針】Ruskの神経心理ピラミッ
ドに基づき，遂行機能障害には抑制機能が影響していると考えた．そこで，ストループ課
題と，「じゃんけんに後出しで負ける」課題を毎日15分程度実施した．【最終評価：発症＋
30日】FAB:11点．HDS-R:25点．TMT-A:67秒，TMT-B:150．ストループ丸:30秒,漢字
150秒．BI:90点（尿失禁あり）．予定時刻に訓練室へ来ることができ，自動販売機で購入す
ることが可能となったが,BADSは設問に対して激高し中止となった．【考察】本介入は、遂
行機能に関与する前頭前野の機能の中で認知的葛藤処理および自発的行動の制御能力向上
には貢献できたが，情動抑制への効果は限局的なものとなったと考える．

O2-39-1
医療観察法対象者に対する院内宿泊訓練を用いた介入について
竹藤∙昇平（たけふじ∙しょうへい）、中谷∙紀子（なかたに∙のりこ）、堀内∙拓馬（ほりうち∙たくま）、畠山∙賢二（はたけやま∙けんじ）、
石田∙奈津（いしだ∙なつ）、小松原∙健嗣（こまつばら∙けんじ）

NHO やまと精神医療センターリハビリテーション科

【目的】医療観察法病棟入院患者に対して作業療法士として援助を行っているが、再他害行
為を防止するために退院支援に関しては細心の注意を払う必要がある。退院後の住居決定
の際に患者の希望と多職種チームとの評価が食い違うことが多い中で、患者が納得した上
での退院に繋げることも大きな支援の一つになる。そのギャップを埋めるために院内での
宿泊訓練という退院後を想定したアプローチについて報告する。【対象】統合失調症50代男
性、医療観察法対象行為は放火。一人暮らしを希望。好褥的に過ごしていた影響もあり、ペッ
トボトルの蓋を自力で開けられずに水分摂取を怠る、しゃがもうとすると後方に転倒する、
足の爪を自身で切れないなどが見られた。【介入】多職種チームからは患者に院内宿泊訓練（1
泊2日）を実施し、退院後の一人暮らしを想定した訓練を実施した。【結果】訓練中は精神
症状や服薬管理、睡眠に大きな問題はなし。問題点としては近隣のスーパーに行った際に
何度も休憩を取り、当院に帰院したときには息切れが顕著に見られた。この訓練をきっか
けに患者に一人暮らしの困難さを直面化することができ、施設入所を受け入れることがで
きた。受け入れ後は、移動支援やヘルパーの設定により退院後の診察や買い物に関しての
不安が解消され、安定した生活基盤を作ることができた。【考察】患者は強い一人暮らしの
希望がありながらも退院後を想定した訓練を実施したことで現実的な考えに至った。また、
利用可能な支援を提示し、対象者の希望に沿った援助も提供したことで退院に向けた調整
ができたと考える。

O2-38-6
上部消化管内視鏡通過困難な症例に対し腹腔鏡補助下経皮的胃瘻造設術を
行った1例
川村∙啓悟（かわむら∙けいご）、山路∙隆斗（やまじ∙たかと）、水上∙拓哉（みずがみ∙たくや）、辰巳∙亜依（たつみ∙あい）、
林∙泰三（はやし∙たいぞう）、林∙麻未（はやし∙まみ）、大森∙隆夫（おおもり∙たかお）、信岡∙祐（のぶおか∙ゆう）、
湯淺∙浩行（ゆあさ∙ひろゆき）、下村∙誠（しもむら∙まこと）

NHO 三重中央医療センター消化器外科

胃瘻造設の標準術式は経皮内視鏡的胃瘻造設術（PEG）であり、低侵襲かつ安全な手技と
して広く普及している。近年、PEGが困難な場合に腹腔鏡補助下経皮内視鏡的胃瘻造設術

（LAPEG）を実施する機会が増加している。LAPEGは開腹胃瘻造設術と比較し低侵襲な術式
だが、腹腔鏡下にPEG困難理由を排除したのちにPEGを行う術式のため、PEG困難理由が
腹腔外に存在する場合は実施できない。今回、我々は食道閉塞のためPEG実施困難となっ
た症例に対して上部消化管内視鏡を用いず腹腔鏡補助下経皮的胃瘻造設術を行った一例を
経験したので報告する。手術はTOP社のスマートアンカーを含む胃瘻造設キット24Frと、
Ambu社のaScope 3.8mmブロンコスリム気管支鏡を用いて行った。スマートアンカーは
胃内でバンパーを展開して経皮的に胃壁を腹壁に固定することが可能で、手術では腹腔鏡
下に胃前壁を腹壁に押し付けた状態から同器具を用いて胃壁を吊り上げ3点固定した。キッ
トを用いて経皮的に胃瘻を造設し、造設した胃瘻チューブから気管支鏡を挿入して胃内を
観察、出血のないことを確認した。腹腔鏡操作で胃内にスペースを作成することでスマー
トアンカーによる安全な穿刺が可能となり、細径気管支鏡を用いることで経胃瘻的に出血
を確認することが可能な本法はPEG困難時にも低侵襲で有用な術式と考えられた。
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O2-40-1
慢性閉塞性肺疾患患者の増悪と筋肉量低下に関する検討
野田∙直孝（のだ∙なおたか）、福山∙聡（ふくやま∙さとる）、出水∙みいる（いずみ∙みいる）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器内科

【目的】慢性閉塞性肺疾患（COPD）における増悪と筋肉量との関連を解析すると共に、筋肉
量の経時的な推移について観察する。

【方法】当院に通院したCOPD患者の筋肉量を登録時、6 ヶ月後、12 ヶ月後、24 ヶ月後に
体成分分析装置を用いて測定した。登録前1年以内の増悪歴と筋肉量との関連を解析し、登
録後の増悪発現の有無と筋肉量の経時的な変化を記録した。また、血液検査（アルブミン、
クレアチンキナーゼ）、COPD Assessment Test（CAT）、Baseline Dyspnea Index（BDI）、
1秒量、食事摂取量についても経時的に記録した。

【結果】26例中、登録時の筋肉量低下は14例あり、増悪歴とBDIが筋肉量低下に関連して
いた。登録後に増悪があった症例は観察期間内で筋肉量低下がみられたが、登録後に増悪
がなかった症例は呼吸困難症状のコントロールが良好であり、観察期間内に筋肉量が増加
した。また、観察期間中に筋肉量が低下した症例においても12 ヶ月以上増悪せず経過して
いると、筋肉量の増加が認められた。

【結論】COPD患者の観察開始時における筋肉量低下を予測する際に増悪歴とBDIが有用で
あり、増悪を抑制しながら自覚症状をコントロールすると経時的な筋肉量増加が期待され
る。

O2-39-6
塗り絵実施に必要な認知機能レベルに関する検討
濱田∙杏実（はまだ∙あみ）、毎熊∙康太（まいぐま∙こうた）、井筒∙恵美（いづつ∙えみ）、大下∙慶士郎（おおした∙けいしろう）、
山本∙洋史（やまもと∙ひろし）、河島∙猛（かわしま∙たけし）、鈴木∙哲平（すずき∙てっぺい）

NHO 神戸医療センターリハビリテーション科

【目的】認知症の患者にせん妄予防や脳の活性化目的に塗り絵を導入することがある。しか
し、認知機能低下により実施困難な症例がいる。そこで、塗り絵を遂行するための認知機
能を明らかにすることを目的とする。

【対象・方法】2024年2月から2024年4月の間で作業療法が処方された患者のうち、併存
疾患として認知症を有する14名を対象とした。対象者にMini Mental State Examination

（MMSE）・改訂長谷川式簡易知能評価スケール（HDS-R）を行った後、色を指定した上でメ
ロンの塗り絵を10分以内で実施させた。塗り絵を完成できた完成群とできなかった未完成
群に分け、各項目について比較検討した。

【結果】完成群11名（尿路感染・肺炎各2名、総胆管結石1名、腸炎1名、慢性心不全1名、
結石性胆管炎1名、大腿骨頚部骨折1名、重症膵炎1名、食欲不振1名）、未完成群3名（総
胆管結石1名、肺炎1名、慢性心不全1名：時間内遂行不能）だった。両群間のMMSE・
HDS-Rの点数による差は認めなかった。しかし、未完成群は全例でMMSEの空間認知の項
目が0点だった。

【考察・まとめ】今回の検討では、MMSEやHDS-Rの点数だけでは塗り絵の遂行の可否は判
断できなかったが、空間認知能力が関係している可能性は考えられる。さらに、テストを
行う中で未完成群は注意が逸れやすい、持続しないなどの共通点があったので、塗り絵の
遂行には注意機能も関与しているのではないかと考える。今後、空間認知能力テストや注
意機能テストも加えた上で研究を進めていきたい。

O2-39-5
縄跳びが苦手な発達性協調運動症児に対してCO-OPを用いたことでスキ
ルの般化と他の活動への転移が確認できた一事例
大塚∙理人（おおつか∙まさと）1、佐藤∙大樹（さとう∙たいき）1、藤中∙秀彦（ふじなか∙ひでひこ）2

1NHO 新潟病院リハビリテーション科、2NHO 新潟病院小児科

【はじめに】
発 達 性 協 調 運 動 症（DCD）児 にCognitive Orientation to daily Occupational 
Performance（CO-OP）で介入した．CO-OPとは認知的戦略を用いた自己解決アプローチ
である．

【対象と方法】
7歳男児，診断名は注意欠如・多動症とDCD．主訴は縄跳びが跳べない．初診時，縄跳び
は股・膝関節を抱え込むように高く跳び，強く着地するため足に痛みを生じながら10回跳
べた．介入頻度は月2回，1回60分．CO-OPによる介入は下記のGlobal Strategyを繰り
返した．Goal：目標は本児と協議し前回しで19回跳べるようになること，Plan：OTが気
づきを促し本児が作戦を決める，Do：縄跳びの様子を動画撮影，Check：動画で作戦の確認，
とした．

【経過】
縄を回す力加減の調整に気づきを促すとPlan1「7パー（%）作戦」を立て100回跳べるよう
になった．しかし，体育の授業中に速く跳べないことに気づき，回す手を腰より上にする
Plan2「手上（てじょう）作戦」を立てた．

【結果】
計6回の介入で速度が向上した前回しを200回以上，多様な場面において跳べるようにな
りスキルが般化した．また，Plan1の力加減の調整を応用して持久走を初めて走り切ること
ができ，Plan2を用いて他の跳び方もできるようになり転移も確認できた．

【考察】
明確なGoalの立案により主体性とモチベーションの向上，本児が発見した作戦による認知
ストラテジーの使用によりスキルの般化ができたと考える．また，力加減の調整や縄の回
し方など類似したスキルに気づきを促せたため転移に導くことができた．

O2-39-4
慢性期閉鎖病棟での作業療法構造化の効果～ OT件数UPを目指して～
福嶋∙壮真（ふくしま∙そうま）、古村∙健（ふるむら∙たけし）

NHO 東尾張病院司法精神医学科

当院の慢性期閉鎖病棟は9割が1年以上の長期入院者である。これらの患者に対して作業療
法（以下OT）が提供されているが、参加に向けた動機づけが困難となることがある。OT動
機づけとしての内容の実践報告をR3年度報告した。今回、参加率を集計したため考察を加
え報告する。

【実践報告】
OTプログラムを目的ごとに5種類に大別した。また、プログラム内では課題の段階付けを
行いグループ化し、個人の能力に合わせた作業を提供できるようにした。また、受け持ち
看護師と情報交換を行い、患者ごとの生活上の問題、患者の希望と関連付けて個別計画を
立案した。これらの取り組みによって患者個々にとって意味のある作業を提供できるよう
になった。また、対象患者を1）退院支援・処遇拡大2）入院継続・現状維持と2タイプに
分けて理解するとOT介入がスムーズとなった。病棟患者のOT参加率としては、2021年
3228件から2022年4766件となり、年間1000件程度向上した。

【考察】
以前は患者の参加率を向上させるために目新しい作業やプログラムの立案に着目していた。
しかし、患者のOT参加の定着化、OTRが治療的意味を見出すことが困難であった。作業
への意味付けに留意した介入は、参加率の向上だけでなく、患者が主体的にOTに参加する
ようになり、楽しみをもって活動することにつながった。患者が価値を感じるOTを提供す
るためには、作業療法ガイドラインや定義に立ち返り、「対象となる人々にとって目的や価
値をもつ生活行為」を患者と対話をし続け、「人々の健康と幸福を促進するために」他医療者
と連携することが大切であると改めて実感した。
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O2-40-5
間質性肺炎治療中に急激な経過をたどった播種性クリプトコックス症の一例
森田∙大智（もりた∙だいち）1、西村∙正（にしむら∙ただし）1、久留∙仁（くる∙ひとし）1、岩中∙宗一（いわなか∙そういち）1、
坂倉∙康正（さかくら∙やすまさ）1、内藤∙雅大（ないとう∙まさひろ）1、井端∙英憲（いばた∙ひでのり）1、藤原∙雅也（ふじわら∙まさや）2

1NHO 三重中央医療センター呼吸器内科、2NHO 三重中央医療センター病理診断科

【背景】クリプトコックス症はAIDS患者やステロイド薬等の免疫抑制薬を受けている細胞性
免疫不全患者が感染のハイリスクとなる.今回,我々は間質性肺炎治療中に発症し,全身に多
発播種病巣を呈した播種性クリプトコックス症を経験したため報告する.

【症例】82歳 男性.20XX年3月より間質性肺炎と皮膚所見から膠原病合併間質性肺疾患を
疑われプレドニゾロン 30mg/日（0.5mg/kg/日）およびシクロスポリン 100mgの内服
治療を受けていた.20XX年7月22日に食欲不振と倦怠感を主訴に当院救急外来へ受診し
た.38.6℃の発熱があり,血液検査でCRP 17.18mg/dLと炎症反応の上昇を認め, 胸部CT
検査では既存の間質性肺炎と新たに右肺上葉に結節影を認めた.急性肺炎としてTAZ/PIPC 
4.5g×3/日で治療を開始した.第3病日にCRP21.13mg/dLと増悪し,DRPM 0.25g×3/
日にescalationしたが,第4病日7:15に突然の呼吸停止があり,永眠された.病理解剖では
肺をはじめとして,脾臓など多数臓器に莢膜様の構造があるGrocott染色陽性の菌塊を認
め,播種性クリプトコックス症と診断した.

【考察】本例では胸部CT検査では右肺上葉胸膜直下の結節影を認め,肺癌との鑑別を要し,診
断に苦慮した中で急激な転帰を辿った.播種性クリプトコックス症は予後不良で,急激な転
帰を辿ることが多いため,ステロイド,免疫抑制剤を使用している症例では積極的に本疾患
を鑑別に考える必要がある.

O2-40-4
当院で呼吸器検体よりMycobacterium fortuitumを検出した症例の臨床
的検討
坂倉∙康正（さかくら∙やすまさ）1、森田∙大智（もりた∙だいち）1、久留∙仁（くる∙ひとし）1、岩中∙宗一（いわなか∙そういち）1、
西村∙正（にしむら∙ただし）1、内藤∙雅大（ないとう∙まさひろ）1、井端∙英憲（いばた∙ひでのり）1、藤本∙源（ふじもと∙はじめ）2、
小林∙哲（こばやし∙てつ）2

1NHO 三重中央医療センター呼吸器内科、2三重大学医学部附属病院呼吸器内科

Mycobacterium fortuitumはRunyon分類IV群に属する迅速発育菌で、土壌や水中等
に存在し皮膚・軟部組織や骨組織、呼吸器感染症の稀な起炎菌として知られている。一般
に日和見感染としての性格を有しており、呼吸器感染症の場合には既存の肺疾患を有す
ることが多いとされている。呼吸器感染症の画像所見は、小結節影・斑状陰影や気管支
拡張所見が多く、上肺野に陰影が多いとされるが、画像からの鑑別は困難である。また
Mycobacterium fortuitumは分離頻度の高い菌であり、contaminetionやcolonaization
の場合も多く、非結核性抗酸菌症の診断基準を満たす症例は決して多くはない。今回、当
院で呼吸器検体よりMycobacterium fortuitumを検出した症例について、電子カルテか
ら患者背景、診断方法、併存疾患、画像所見、治療、転帰などを後方視的に評価し検討を行っ
たため、若干の考察を加え報告する。

O2-40-3
サルコイドーシスにおける非結核性抗酸菌症の合併率についての後方視的
検討
小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）1,2、倉原∙優（くらはら∙ゆう）1,2、滝本∙宣之（たきもと∙たかゆき）1、
広瀬∙雅樹（ひろせ∙まさき）1、橘∙和延（たちばな∙かずのぶ）1、新井∙徹（あらい∙とおる）1

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、2NHO 近畿中央呼吸器センター内科

【背景】サルコイドーシスは、細胞性免疫を介して類上皮細胞肉芽腫が形成される原因不明
の病態であるとされるが、感染性肉芽性疾患である抗酸菌感染症（非結核性抗酸菌症（NTM
症）・結核）と別病態と認識されている。長期フォローにおけるサルコイドーシスのNTM
症の合併率に関しての報告は少ない。【目的】当院におけるサルコイドーシスのNTM症合
併率について後方視的に検討を行った。【方法・対象】単施設後方視的研究。対象は、当院で
2005-2016年にサルコイドーシスと確定診断された症例。サルコイドーシス確定診断後に
観察期間は2024年5月とした。【結果】症例は93例中9例に喀痰よりNTMが検出されて
いた。全症例、NTM症の診断基準をみたしていた。起因菌はMycobacterium avium 3例、
M. intracellulare 3例、M. abscessus 2例, M. gordonae1例　であった。【結論】サル
コイドーシスにおいて非結核性抗酸菌症の合併率は9.3％であった。

O2-40-2
COPDの運動耐容能改善に向けた呼気圧負荷トレーニングによる上気道調
節：多施設無作為化コントロール比較試験
三木∙啓資（みき∙けいすけ）1、辻野∙和之（つじの∙かずゆき）1、長田∙由佳（ながた∙ゆか）1、原∙侑紀（はら∙ゆうき）1、
新居∙卓朗（にい∙たくろう）1、松木∙隆典（まつき∙たかのり）1、橋本∙尚子（はしもと∙ひさこ）1、北島∙尚昌（きたじま∙たかまさ）2、
三木∙真理（みき∙まり）3、福井∙基成（ふくい∙もとなり）2、木田∙博（きだ∙ひろし）1

1NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器内科、 
2公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院呼吸器センター、3徳島県鳴門病院内科

COPDの換気制限は永らく末梢気道閉塞によるとされ、吸入薬中心の治療が行われてきた
が十分な運動耐容能改善には至っていない。呼気圧負荷トレーニング（EPT）による上気道
調節が十分な呼息に有用で、それがCOPDの運動耐容能向上に繋がるといる仮説を検証す
べく、我々は、全病期のCOPDを対象に、多施設無作為化コントロール比較試験を企画した。
主項目を持続運動時間（定常負荷）とし、副次項目に、最高酸素摂取量及び運動誘発性声帯
閉塞率を含めた。コントロールに比してEPTは、1）GOLD、I-II群及び、III-IV群の其々で、
持続運動時間（I-II群: +703秒, p=0.0008； III-IV群: +390秒, p=0.0006）、最高酸素摂
取量（I-II群: +2.1 ml/min/Kg, p= 0.0086； III-IV群: +2.1 ml/min/Kg, p= 0.0004）お
よび運動中の声門閉塞率（I-II群: p=0.0062； III-IV群: p=0.0001）を改善させ、2）III-IV群
でSGRQ total（-9.7、p=0.0088）を改善させた。上気道調節が下気道疾患であるCOPD
の運動耐容能改善に繋がったという本研究結果は、COPDの疾患および治療概念に大きな
影響を及ぼし、今後、異なる臨床シナリオにおいて検証される可能性が高い。
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O2-41-3
造影剤減量のための深層学習再構成と低管電圧撮影の併用の有用性
横山∙奈 （々よこやま∙なな）、山崎∙大輔（やまざき∙だいすけ）、安藤∙正樹（あんどう∙まさき）、川崎∙博司（かわさき∙ひろし）、
福原∙かおる（ふくはら∙かおる）、加藤∙芳人（かとう∙よしと）

NHO 東京医療センター放射線科

【背景・目的】近年、CT検査において、低管電圧を使用することで造影効果を高めることが
期待されている。また、造影剤量を減量して従来の撮影と同程度の造影効果を得られるこ
とが報告されている。しかし、低管電圧だと画像ノイズが増加するため、従来の管電圧の
画質を担保するためには線量を必要とし被ばく線量が増加してしまうことが懸念されてい
た。そこで当院のCT装置に搭載されている深層学習再構成と低管電圧撮影を併用すること
で、造影剤量を減量して、従来の管電圧と同程度の造影効果と画質が得られるか検証する。

【方法】当院で2023年1月以降に撮影した体重50 ～ 70kgの患者を対象にした。門脈相
1相体幹部造影撮影において、深層学習再構成を用いて体重換算法で計算した造影剤量
100％投与し管電圧120kVpで撮影した画像（以下120kVp100％撮影）と造影剤量80％
に減量投与し管電圧100kVpで撮影した画像（以下100kVp80％撮影）から、肝門部レベル
の大動脈、肝左葉、右葉前区、および右葉後区に関心領域を設定し、CT値、SDを比較した。
また、120kVp100％撮影と100kVp80％撮影のCTDIvolも比較した。統計学的有意差検
定はマン・ホイットニー のU検定を用いた。

【結果】肝門部レベルの大動脈、肝左葉、右葉前区、および右葉後区それぞれの関心領域に
おいて、120kVp100％撮影と100kVp80％撮影 のCT値とSDに有意差は認められなかっ
た。CTDIvolは100kVp80％撮影の方が120kVp100％撮影より有意に低かった。

【結論】深層学習再構成と低管電圧撮影を併用することで、100kVp80％撮影は従来の
120kVp100％撮影と比較して同程度の造影効果と画質を担保することができた。また、
被ばく線量の低減も可能であった。

O2-41-2
異なるメーカーのCT装置におけるCTDIvolとSSDEの比較
安孫子∙絹太（あびこ∙けんた）

NHO 仙台医療センター放射線科

CT検査において、CTDIvolが線量管理の指標として長く使われている。しかし、基準とな
るファントムが頭部が16cm、体幹部が32cmと画一的であり、個々の体格差に対応でき
ていないため、正確な線量管理ができているとは言えない。SSDEは位置決め画像やスキャ
ン画像より直径を求め、個々の体格を考慮した線量を算出している。今回、メーカーの異
なる2つのCT装置でCTDIvolとSSDEを算出できるようになり、撮影前と撮影後で算出方
法が異なるSSDEが表示がなされるようになった。メーカーの異なる2つのCT装置で撮影
前後のCTDIvolとSSDEを一定期間でそれぞれ比較・検討を行った。撮影前後のCTDIvol
とSSDEを比較すると、特に大きく乖離する結果は得られなかった。また、体型による
CTDIvolとSSDEの差については、個々の体格がCTDIvolの基準ファントムより大きいか
小さいかによって、SSDEの値がCTDIvolより増減するため、評価する際には注意する必要
がある。

O2-41-1
品質管理ソフト（Quality Assurance機能）の有用性の検討
今野∙貴介（こんの∙たかゆき）、相澤∙功（あいざわ∙いさお）、金子∙貴之（かねこ∙たかゆき）、長谷川∙真一（はせがわ∙しんいち）、
北村∙秀秋（きたむら∙ひであき）、秋田∙経理（あきた∙つねみち）

国立国際医療研究センター病院放射線科

【背景・目的】当院はX線CT装置の品質管理として不変性試験を定期的に実施しており、JIS
規格CT評価用ファントムJCTII型（京都科学）（以下、CT評価用ファントム）と付属解析ア
プリを用いて測定している。新規導入したCT装置には品質管理ソフトQuality Assurance
機能（以下、QA機能）が搭載されており、簡便に不変性試験を行うことが可能となった。
簡易的な測定であれば多くの施設で実施することが可能となりうるが、CT評価用ファント
ムを用いた不変性試験方法とQA機能で得られた値の比較検討報告はない。そこで、本研究
はCT評価用ファントムを用いた方法とQA機能で得られた測定値を比較検討し、QA機能
の有用性を把握することである。【目的】CT装置はキヤノンメディカルシステムズAquilion 
ONE / INSIGHT Editionであり、CT評価用ファントム・付属解析ソフトを用いて測定し
た場合とQAファントム（TOS/スライス厚・MTF測定ファントム）・QA機能を用いた場合
のデータ取得を行った。撮影条件はQA機能の推奨パラメータとし、評価項目は平均CT値、
ノイズ、均一性、スライス厚、MTFとした。【結果】CT評価用ファントムとQA機能の測定
値ともに評価項目の規格値範囲内となり、両方法において乖離は認められなかった。【結論】
QA機能を用いて不変性試験を行うことで簡便に品質管理が可能となり，継続的な取得にも
有用なツールであると考えられ、品質管理業務のDX化に寄与する。

O2-40-6
高齢の睡眠時無呼吸症候群（SAS）患者に対する持続気道陽圧（CPAP）治療
を考える
角∙謙介（すみ∙けんすけ）1、茆原∙雄一（ちはら∙ゆういち）1、坪井∙知正（つぼい∙ともまさ）1、前田∙香織（まえだ∙かおり）2、
阿部∙愛（あべ∙まな）2、福田∙修（ふくだ∙おさむ）2

1NHO 南京都病院呼吸器センター、2NHO 南京都病院検査科

【目的】睡眠無呼吸症候群（SAS）は、男性では40 ～ 50歳に、女性では閉経後に多く見られ
る。高齢者においてもSASはみられるが、CPAPの適応について考え方が分かれているの
が現状である。今回当院CPAP治療中の高齢者につき現状を調査した。

【方法】当院通院中のCPAP治療中患者は407人、平均年齢は65.5±13.9歳であった。こ
のうち80歳以上は63人、85歳以上は23人、90歳以上は6人だった。この6人の90歳
以上の患者につき治療経過と効果を検討した。

【成績】90歳以上の患者6人のうち、CPAP導入年齢が80歳以前である患者は2人、80歳
から89歳の間に導入した患者は2人、残る2人は90歳を過ぎてからCPAP導入していた。
症例Aは92歳男性、91歳時にPSGにてAHI21.5との結果を得た。本人・家人と相談しそ
のままCPAP導入した。その後AHIは4－5に改善し、使用時間も毎日6時間を上回ってい
る。日中傾眠などの自覚症状も軽減している。
症例Bは98歳男性、PSGにてAHI24.6との結果を得て、93歳時にCPAPを導入した。現
在快適に使用できており、AHIは1以下で推移している。使用時間も毎日7時間を上回って
いる。

【結論】90歳を超えてからCPAPを2例に導入していた。CPAPの意義として、生活習慣病
のリスク軽減と日中傾眠などの自覚症状軽減があるが、90歳を超えた患者の将来的な生活
習慣病のリスクは、40歳代・50歳代の患者と同列に論じるのは難しい。しかしCPAP装着
によって睡眠の質が上がり、日々のQOL向上は十分に見込まれる。この点においても高齢
者へのCPAP導入は、症例によっては十分価値の高い治療であると考えられた。
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O2-42-1
長期臥床患者の頭皮の状態を低刺激な洗浄方法で整える　～ナノミスト
シャワーヘッドを使用した低刺激な洗浄方法を考える～
依田∙麗奈（よりた∙れな）、今津∙友里（いまづ∙ゆり）、西村∙純子（にしむら∙じゅんこ）、岩本∙住恵（いわもと∙すみえ）、
幸∙将広（みゆき∙まさひろ）、廣瀬∙琢也（ひろせ∙たくや）、姉ヶ山∙美貴子（あねがやま∙みきこ）

NHO 柳井医療センター脳神経内科・重症心身障害児（者）

【はじめに】A病棟の脳神経内科患者は加齢により頭皮が乾燥している。また、重症心身障
がい児（者）は発汗や唾液により皮膚が湿潤し摩擦が生じやすく、皮膚損傷のリスクが高い。
過剰な刺激は常在菌のバランスを崩したり、細菌が頭皮・頭髪に付着し感染を起こしたり
と皮膚トラブルにつながりやすい。ナノミストシャワーはミクロな気泡で過剰な刺激を回
避しながら頭皮を洗浄でき、健常者にはシャンプーによる洗髪と同等の効果が得られるこ
とが明らかになっている。【目的】ナノミストシャワーを使用した低刺激な清潔方法が長期
臥床患者に対しても有効であるか検証する。【方法】1.現在の洗浄方法：シャンプーを使用
し洗髪を行う。シャンプーで洗浄を行った後、ドライヤーをかけて5分後に頭頂部の水分、
油分量を測定する。2.ナノミストシャワーを用いた洗浄方法：頭皮とシャワーヘッドの間
に指を1本挟み、ナノミストシャワーを5秒間あて、ジグザグに動かしながら生え際から
頭頂部に向けて洗浄し、次に後頚部から後頭部に向けて洗浄する。洗浄後、ドライヤーを
かけて5分後に頭頂部の水分、油分を測定する。1,2の方法をを其々週2回、2クール行い、
個人の平均値をt検定で分析する【結果】シャンプーでの洗浄で水分量（頭皮の水分量は15
～ 20％が望ましい）は44.2％、ナノミストシャワーでの洗浄では水分量は35.93％と、有
意差があった。油分量はシャンプーでは26.86％、ナノミストシャワーでは30.57％と有
意差はなかった。【結論】1．ナノミストシャワーでの洗髪は頭皮の状態を整える保湿能が維
持でき有効であった。2．ナノミストシャワーは低刺激なケア方法として有効である。

O2-41-6
演題名：外傷全身CT検査におけるCT室滞在時間短縮を目的としたプロト
コルの再考：従来プロトコルとの比較
大曽根∙敏彰（おおそね∙としあき）1、森∙拓真（もり∙たくま）1、
清水∙美穂（しみず∙みほ）1、五十嵐∙拓也（いがらし∙たくや）1、小西∙英一郎（こにし∙えいいちろう）1、平木∙咲子（ひらき∙さきこ）2、
井上∙和茂（いのうえ∙かずしげ）3、佐藤∙美沙子（さとう∙みさこ）4、久貫∙暸（くぬき∙りょう）4、遠畑∙朱梨（とおはた∙あかり）4、
屋宜∙直行（やぎ∙なおゆき）1、田村∙正樹（たむら∙まさき）1、武田∙聡司（たけだ∙さとし）1、一ノ瀬∙嘉明（いちのせ∙よしあき）2

1NHO 災害医療センター中央放射線部、2NHO 災害医療センター放射線科、 
3NHO 災害医療センター救命救急科、4NHO 災害医療センター看護部

【背景】
外傷は救急医療の中で時間的変化が著しい疾患であり、特に大量出血はショックを引き起
こし、その結果心停止に至る可能性がある。先行研究によると救急外来において止血術ま
での時間が3分増加するごとに死亡率が1％増加すると報告されており、診療放射線技師も
外傷診療チームの一員である自覚を持ち、時間を意識した対応が求められる。
外傷全身CT検査は外傷診療において迅速かつ正確な診断を行うための重要なツールであ
り、患者の生命を守るために不可欠な役割を果たしている。当院では外傷診療において救
命救急科医師、救命救急科看護師、放射線科医師、診療放射線技師が安全かつ迅速に治療
が行える体制構築、連携強化を目的としてワーキンググループを定期的に開催しており、
検討項目内容に止血終了までの時間短縮が挙げられている。その一環としてCT室滞在時間
を短縮するために、外傷全身CT検査において最小限の検査時間で必要な情報を得ることが
できる撮影プロトコルの再考が必要である。

【目的】
CT室滞在時間短縮を目的とした新しい外傷全身CTプロトコルを作成し、従来のプロトコ
ルとの比較を行うことで、新プロトコルが時間短縮に有用か検討した。

【方法】
2023年4月から2024年9月の期間に外傷で当院に搬送され、外傷全身CT検査を施行し
た患者を対象とした。CT室入室から退出までの時間を計測し、得られた各プロトコルの計
測結果に対してT検定（α＝5%）を用いて比較を行なった。

【結果、結論】
新プロトコルは従来プロトコルと比較し滞在時間は短縮され、統計学的有意差を認めた。
従って新プロトコルは迅速な診断、早期治療に貢献できるものと考える。

O2-41-5
CT高速撮影における検出器構成とピッチファクタが及ぼす面内画像特性
への影響について
小笠原∙将（おがさわら∙まさし）、大曽根∙敏彰（おおそね∙としあき）、菊地∙樹大（きくち∙じゅだい）、森∙拓真（もり∙たくま）、
屋宜∙直行（やぎ∙なおゆき）、田村∙正樹（たむら∙まさき）、武田∙聡司（たけだ∙さとし）

NHO 災害医療センター中央放射線部

【背景、目的】当院では休日、夜間帯のトリプルルールアウト撮影において、非心電図同期下
で160列構成（0.5×160mm）、管球回転速度：0.275秒、ピッチファクタ（PF）：0.99
を選択した高速撮影を使用している。我々の事前検討より、80列構成で時間分解能が同
等な条件（管球回転速度：0.275秒、PF：1.4）と比較した際、160列，PF：0.99の方が、
Temporal Sensitivity Profile（TSP）において中心部に高いレスポンスを持つ形状となり、
ヘリカルアーチファクトは抑制されることが分かった。しかし、検出器構成、ピッチファ
クタの違いが面内画像特性に及ぼす影響については検証できておらず、不明である。本研
究では高速撮影において80、160列構成を用いた場合、面内画像特性にどのような影響
をもたらすのか評価することを目的とする。【方法】当院の320列CT装置およびTOSファ
ントムを使用した。上記2つの撮影条件に対して同一のCTDIvol値（10mGy：成人の腹部
撮影を想定）になるようmAを変更し、TOSファントムを撮影した。画像再構成は再構成
FOV：300mm、スライス厚、スライス間隔は5mm、再構成関数はFC13（FBP）を用いた。
得られた画像からMTFとNPSを算出し、System Performance（SP）について評価した。【結
果、結論】MTFについては、検出器構成による差は無かった。また、NPSについては160列，
PF：0.99の方が高値を示した。SPを算出したところ、80列，PF：1.4の方が高値を示し、
160列，PF：0.99では80列，PF：1.4と比較して平均で約80％の値を示した。160列，
PF：0.99を使用して 80列，PF：1.4と等しい画像品質を得るためには、平均で約20％以
上の線量増加が必要だと推測される。

O2-41-4
息止め困難な患者の体幹部CT撮影における至適撮影パラメータ設定の検討
長井∙立城（ながい∙たつき）、石井∙郁也（いしい∙いくや）、古志∙和信（こし∙かずのぶ）

NHO 福山医療センター放射線科

【背景・目的】
息止め困難な患者の体幹部CT撮影においては，呼吸運動によるモーションアーチファクト
を低減させるため，時間分解能を優先した撮影パラメータ設定が必須となる．時間分解能
のパラメータとしてpitch factor（PF）があるが，高いPFは時間分解能を向上させる反面，
ヘリカルアーチファクトを発生させる原因となり画質劣化を引き起こす．本研究では，ヘ
リカルアーチファクトを抑えつつ，時間分解能を向上させる至適撮影パラメータについて
検討した．

【方法】
全てのデータは，Aquilion CXL（Canon）で取得した．撮影条件は，管電圧：120 kVp，
Effective mAs：85 mAs，管球回転速度：0.35，0.5 s/rot.，PF：0.828，1.109，1.422
とした．ヘリカルアーチファクトは，電球を撮影し，取得した画像について視覚評価を行なっ
た．時間分解能は，落下式のファントムを用いてTSPを測定，TSPの半値幅よりTRを算出
し評価を行なった．モーションアーチファクトは，動態ファントムを撮影し，取得した画
像から体軸方向におけるCT値を測定，半値幅を算出し評価を行なった．

【結果】
ヘリカルアーチファクトは管球回転速度を速くした条件よりも，PFを高くした条件の方が
顕著に現れた．TRは管球回転速度が0.5 s/rot.の場合，PF：0.828で0.49，PF：1.109
で0.23，PF：1.422で0.24であり，管球回転速度が0.35 s/rot.の場合，PF：0.828で0.34，
PF：1.109で0.17，PF：1.422で0.17であった．モーションアーチファクトは管球回転
速度を速く，PFを高くした条件が実際のファントム厚に近い値を示した．

【結論】
息止め困難な患者の体幹部CT撮影における至適撮影パラメータは，管球回転速度：0.35 
s/rot.，PF：1.109である．
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O2-42-5
ハンセン病療養所における病棟看護師の看取りの経験
草尾∙明理（くさお∙あかり）、大森∙恵（おおもり∙めぐみ）、大宅∙凡子（おおや∙なみこ）、船隈∙まゆみ（ふなくま∙まゆみ）、
神田∙加代子（かんだ∙かよこ）、山田∙初江（やまだ∙はつえ）

国立療養所星塚敬愛園看護部

【目的】ハンセン病療養所における病棟看護師の看取りの経験を明らかにする【方法】質的記
述的研究。昨年度病棟で看取りに関わった看護師6名に半構造化面接を行い質的内容分析を
した【倫理的配慮】A園倫理委員会の承認を得た【結果】分析の結果13のサブカテゴリと8の
カテゴリを抽出した。以下カテゴリを〈〉で示す。ハンセン病療養所における病棟看護師の
看取りの経験は、〈看取る人に気持ちが近づく〉〈患者、家族に代わって意思決定に携わる
責任の重さを実感する〉〈終末期に関する意思決定書が活用できない〉〈十分な意見交換が
出来るカンファレンスにする必要性に気づく〉であった。【考察】ハンセン病療養所では患者
との関係性が長期になるため、患者に対して愛着の感情が生まれ、看取る人に気持ちが近
づき、希望を叶えたいと考えている。しかし、終末期に関する意思決定書を活用できない
ことが患者、家族に代わって意思決定に携わる責任の重さに繋がっていると考える。病棟
と舎籍ではお互いが抱える課題が違うためカンファレンスでの検討内容にずれが生じてい
ることが推測された。終末期に関する意思決定書に患者の意向を反映し、検討する内容が
具体化され、患者を主語にして考えることで患者の望む最期が叶えられる。患者にとって
何が最善の最期なのか園のスタッフ全員で考え、支えていく事で質の高い看取りに繋がる
と考える。【結論】看取る人に気持ちが近づく中、終末期に関する意思決定書が活用できな
いことや不十分なカンファレンスのため、意思決定に携わる責任の重さが明らかになった。
今後ACPを丁寧に行い、園のスタッフ全員で患者の最期の時を支えることが質の高い看取
りに繋がる。

O2-42-4
SARS-CoV-2ウイルス排泄遅延患者への介入を振り返る
深町∙素子（ふかまち∙もとこ）、小田原∙美樹（おだわら∙みき）、長崎∙洋司（ながさき∙ようじ）

NHO 九州医療センター看護部

【はじめに】免疫不全患者におけるウイルス排泄遅延症例に対する感染対策は長期化するた
め、患者にとっては相当な精神的負担となる。今回、病棟看護師より長期間個室管理して
いる患者のストレスが溜まっている、との相談がありICNが介入した。【背景】A氏60代男
性、血液疾患で長期療養中の患者で気管切開孔がある。ウイルス排泄が遅延しており、入
院中は個室管理としていた。ICNが病室にて患者と面談し現状に対する訴えを傾聴し、病
室外での活動に対する希望を確認した。主治医、ICD、病棟看護師と患者情報を共有し、感
染対策下で病院敷地内の散歩を計画した。散歩は病棟看護師と協働で実践し、ICNは患者
の状況確認とともに、感染対策を支援した。【介入内容】病棟内は車いすで速やかに移動し、
病棟外は歩行器で散歩をした。患者は屋外で開放感、爽快感を得るとともに、安定して歩
けたことで、退院時の歩行に対する不安を軽減できた。また退院後の買い物や散髪などに
ついての生活の不安を解消することができた。【結論】病棟からの相談をきっかけに、個室
管理中の患者へ病室外で活動時間をつくる支援ができた。また、散歩を実践した病棟看護
師は、患者の不安軽減、気分転換につながる看護ができたと自己効力感を得ており、医療
者にもよい影響があった。介入後の振り返りで、病棟看護師は感染対策で患者は病室から
出られないと考えていたことがわかった。今後は本症例のように隔離をしている状況でも、
患者に不利益とならないように調整ができるとういうことを周知し、職員の認識を変えて
いくことが課題である。

O2-42-3
精神発達遅滞のある左大腿骨頸部骨折患者への脱臼予防に向けた関わり
中野∙優香（なかの∙ゆうか）1

1NHO 東佐賀病院包括ケア病棟、2NHO 東佐賀病院包括ケア病棟、3NHO 東佐賀病院包括ケア病棟、 
4NHO 東佐賀病院包括ケア病棟、5NHO 東佐賀病院包括ケア病棟

【研究目的】本人の理解度に合わせた脱臼予防の指導を行う事で患者にどのような変化を
もたらし、脱臼肢位について理解出来るようになったかを明らかにする。【方法】対象：A
氏　女性　70歳代　左大腿骨頸部骨折（4/19人工骨頭置換術）軽度精神発達遅滞（VIQ62，
PIQ62，FIQ59）調査期間：令和5年6月16日～令和5年7月14日　調査方法：患者の言動・
日中活動状態・理解度確認　分析方法：脱臼肢位の予防に関する絵を用いた本人の興味を
示すパンフレットを作成し、介入前後に脱臼肢位に対する本人の理解度の確認を行う【結果】
排泄チェックデータより15時トイレ誘導が63％と活動できていたため、15時に脱臼予防
指導を外旋位の側臥位、端座位、内旋位、内旋位で物を掴む時の絵を用いた。実施前に本
人の理解度の確認を行い、介入前の正解率50％退院時は100％となった。介入前は脱臼肢
位の理解ができておらず、介入後「足はこうしないといけない。」の言葉が聞かれ意識の変化
が見られた。【考察】患者本来持っている力を引き出すために患者の日内変動に注目し、15
時に脱臼肢位の指導実施したことで、自ら脱臼予防ができるように意識の変化に繋がった。
パンフレットや本人の理解度に合させたイラストを用いたことで、本人も理解やすく習得
しようという姿勢に繋がったと考える。【結論】日内変動があるA氏の活動できる時間を把
握し、本人の理解度に合わせたパンフレットを用いた指導は、可視化することによるA氏
自身が学ぶ姿勢や理解につながり効果があった。また、出来たことを評価し共に喜び承認
することでA氏が自信を持ち、次へのステップへと繋がり、脱臼肢位について注意しなが
ら生活できるようになった。

O2-42-2
うつ状態の患者に患者参画型看護計画を実践し、患者のADL向上に繋がっ
た事例
中川∙結女（なかがわ∙ゆめ）、小岩井∙慶子（こいわい∙けいこ）、泥谷∙雅子（ひじや∙まさこ）

国立国際医療研究センター国府台病院看護部

【はじめに】身体拘束により臥床傾向の患者に対して、皮膚障害の予防目的として患者参画
型看護計画を実践し行動拡大に繋げられたため報告する。【事例】うつ病の70歳代の患者で、
抑うつにより経口摂取が進まず経管栄養を行った。認知機能の低下があり経管栄養に拒否
的で自己抜去を繰り返していた。そのため身体拘束が開始となり臥床時間が長く床上排泄
となった。患者より「退院が決定しているのにこんなに動けなくて退院できるか不安」との
訴えがあり、問題解決のため皮膚に関する患者参画型看護計画を用いて皮膚損傷危険項目
を本人と共有した。また、患者の不安を医師と共有し身体拘束の開放観察時間を利用し本
人と相談に上午前午後30分ずつ車椅子で過ごすことを目標とした。【結果】共有した内容を
忘れるためその都度説明した。拒否なく車椅子で過ごせるようになり、徐々に患者は尿意
を訴えられる様になった。車椅子に移乗した際にトイレ誘導を行い、トイレで排泄できる
ようになった。離床が進むにつれ歩行器で自室から約20m離れた共有トイレを利用できる
ようになった。また、それまで問いかけに最低限の返答のみであったが、本人から「ちょっ
とテレビを見ると気持ちが違うね」、「足は随分しっかりしているよ」など発語が増え笑顔も
見られるようになり、行動に自信がついた言動が聞かれた。【考察・結論】身体拘束により
長時間の臥床や失禁など皮膚損傷リスクが高い患者に対し、患者参画型看護計画を用いて、
皮膚損傷危険項目を再確認し、患者の不安を元に目標設定できた。患者へ離床が皮膚損傷
の低減に繋がることを共有したことで、積極的に行動拡大できたと考えられる。
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O2-43-3
震災後、生活再建に向けてのソーシャルワーク支援について考える
畠中∙暁子（はたけなか∙あきこ）、中本∙富美（なかもと∙ふみ）、小田∙輝実（おだ∙てるみ）

NHO 医王病院地域医療連携室

【はじめに】能登半島地震により、被災した人々の日常生活は変更を余儀なくされ、また復
興が進まない状況の中、被災した多くの人が将来の見通しも立たないと感じている。その
ような中では当院では被災地の神経難病患者の入院受け入れを行った。今回、住居地外の
応急仮設住宅へ退院を行った事例を通して、被災後の生活再建及びソーシャルワーク支援
について考察する。【事例及び支援経過】60代。多系統萎縮症に罹患しており気管切開、人
工呼吸器装着、胃瘻、吸引など医療的ケアが必要であり、意思疎通は困難な状態。以前は
被災地であるA市でサービスを利用し、在宅生活を送っていた。被災直後は指定避難所へ
行くも、重症度が高いため、避難所での対応が難しく、B市内の総合病院へ搬送された後に
専門医である当院へ転院。転院当初より、妻は将来的にはA市に戻り、本人の自宅で過ご
したいという思いを支えたいと考えていた。自宅は全壊であり、一旦はB市内の応急仮設
住宅へ入り生活をしたいと希望された。本人を担当していたW市の居宅介護支援事業所も
被災し事業停止となり、情報共有が進まないところもあったが、訪問診療所からの情報提
供を受け、準備を進めた。その後、応急仮設住宅へ訪問や介護保険サービスの調整、新た
な在宅支援スタッフとカンファレンスを繰り返し、転院後約2カ月半で退院となった。【考
察】災害により住み慣れた地元を離れ、新しい環境での生活を受け入れていくことは容易で
はない。生活再建のために何ができるか問い続けていた支援だったと振り返る。しかしソー
シャルワーク支援において、本人家族の意向を尊重し、実現する過程を共に築いていくこ
とが重要である。

O2-43-2
緩和ケア病棟における社会的支援の現状と課題
萬谷∙和広（まんたに∙かずひろ）

NHO 大阪南医療センター医療福祉相談室

【目的】
当院では、2023（令和5）年3月に緩和ケア病棟（以下、PCU）を開棟させた。PCUにおけ
る社会的苦痛に対する支援は、医療ソーシャルワーカー（以下、SW）が担っているが、介
入程度や支援方法は確立していない。そこで、本研究では、全国のPCUにおけるSWの介
入程度と支援内容の状況を明らかにし、当院の支援に活用したいと考えた。

【方法】
対象は、PCUが設置されている460施設で、PCUの担当を行うSWである。調査では、自
記式質問調査を行い、「属性」、「介入状況」、「支援状況」の項目を確認する。分析は、各調
査項目の記述統計と、支援状況を従属変数に、関連要因と単変量解析を行い、有意な関連
がある要因を独立変数として多変量解析を行い支援状況との要因の関連性を明らかにする。
なお、p＜0.05を有意とし、統計解析は、IBU SPSS Statistics（Ver.25）を用いる。

【結果】
調査期間は、2023年11月1日から12月14日で実施した。調査票は、回収数237名、回
収率51.5%であった。そのうち、分析可能な194を分析対象とした。調査の結果、「属性」、

「介入状況」、「支援状況」などの各項目の概要ならびに、支援状況の関連要因として「上司職
種」、「SWの介入割合」、「PCUでの実践歴」が明らかになった。

【考察】
支援状況の関連要因を鑑みると、充実させるには、「上司職種」として組織的な対応、「SW
の介入割合」、「PCUでの実践経験」といった個人的な対応に分け、取り組みを検討する必要
があった。また、本研究では、どのような実践経験がより効果的であるのかについては明
らかにできない研究の限界がわかった。今後は、本調査内容をさらに詳細に分析し、PCU
におけるSWの支援の構造を明確にしたい。

O2-43-1
総合病院精神科外来患者の地域生活継続支援～包括的支援マネジメントに
基づいた精神科ソーシャルワークの試み～
菰口∙陽明（こもぐち∙ようめい）

NHO 呉医療センター地域医療連携室

【背景】精神科外来への通院及び重点的な支援を要する患者に対する相談・支援等を実施
した場合に算定可能な療養生活継続加算が新設され2年を経た。精神保健福祉士（以下、
MHSW）が行った支援に報酬が付けられたとともに、関係機関との連携が求められている。
当院のソーシャルワーカー 10名中7名がMHSW有資格者であり、複数名の精神科外来患
者への支援を実施してきたが、加算新設に伴い実践の見直しが必要と考えた。【目的・意義】
精神科外来通院患者に対して包括的支援マネジメントの視点に基づいた支援を実施し、支
援の質の向上を目的とする。長期的には病院経営に好影響を及ぼし、さらに地域特性の把
握にも繋がり、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築へも意義がある。【方法】
2024年2月時点に部署内で継続支援中の精神科外来患者数や支援内容を聴取し、継続支援
が必要な患者層を把握した。その上で多職種による包括的支援マネジメントに基づいた院
内規定を作成、運用を開始した。【結果】MHSWが入院中に介入した患者のうち、包括的支
援マネジメント導入基準に複数該当し、多職種で継続支援が必要と判断した患者に対して
月1回以上の面接と関係機関との連携支援を実施した。2024年4月に1名、5月に3名に
対して療養生活継続支援計画を策定し、包括的支援マネジメントに基づいた精神科ソーシャ
ルワークを実践した。【考察】MHSWが継続支援することで、生活課題や目標の明確化やク
ライシスプランの実用性の向上、円滑な多職種連携等が考えられた。今後は院内で実践を
共有することで支援の質を高め、さらにはMHSWとしてメゾ・マクロ視点でのソーシャル
ワーク実践へ展開していくことが重要である。

O2-42-6
入退院を繰り返す高齢心不全患者の「生きがいである仕事を続けたい」とい
う思いに寄り添った支援
浜口∙智美（はまぐち∙ともみ）、井上∙潤（いのうえ∙じゅん）

NHO 南和歌山医療センター救命救急センター

【はじめに】短期間で入退院を繰り返す高齢心不全患者に対して、生きがいである仕事を続
けながら心不全の増悪なく生活が続けられるように関わった事例について報告する。【事例
紹介】A氏、80歳代男性。慢性心不全（重症度：ステージC）。自営業を営み、社会貢献に
生きがいをもつ。心不全により入退院を繰り返し、生きる希望である仕事ができなくなる
ことに不安をもっていた。そのため心不全が増悪することなく、生きがいである仕事を続
けられることを目標とし、家族を巻き込んだ介入を行った。【介入期間】令和5年10月から
令和6年1月【倫理的配慮】A氏に研究の主旨を説明、同意を得た。A病院倫理委員会の審査
を受けた。【看護の実際】A氏は、仕事が生きがいと話す一方、退院してもまた悪くなると
不安の訴えがあった。また、自己にて利尿剤を調整し、「薬の影響で心不全が増悪するので
はないか」など間違った知識をもっていた。そのため、病態や薬剤の指導だけでなく、A氏
のこれまでの生活史や役割、仕事内容、心負荷の程度、思いを聴き、A氏の心機能に応じた
活動量を共に考え、可能な活動範囲を探っていった。指導後、再入院することなく仕事を
しながら自宅生活を行うことができた。【考察】一般的な心不全指導だけでなく、患者の思
いを傾聴し、可能な活動範囲を共に考え、患者に寄り添った指導を行ったことで、患者にとっ
て実践可能なものとなり行動変容につながった。【結語】患者の生きがいである仕事を続け
たいという思いを大切に、心機能に応じた生活が送れるよう支援したことで、生きがいを
失うことなく新たな療養生活を送ることにつながった。
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O2-44-1
閉塞性大腸癌に対するステント治療から手術までの待機期間についての検討
藤田∙勲生（ふじた∙いさお）、宇田∙陽紀（うだ∙ひろき）、平岡∙遼河（ひらおか∙りょうが）、岡本∙晃一（おかもと∙こういち）、
佐藤∙大直（さとう∙ひろなお）、何本∙佑太（なにもと∙ゆうた）、石川∙順一（いしかわ∙じゅんいち）、住井∙遼平（すみい∙りょうへい）、
原∙友太（はら∙ゆうた）、稲生∙祥子（いのう∙しょうこ）、上田∙祐也（うえだ∙ゆうや）、坂田∙雅浩（さかた∙まさひろ）、
野間∙康宏（のま∙やすひろ）、豊川∙達也（とよかわ∙たつや）

NHO 福山医療センター消化器内科

【目的】閉塞性大腸癌に対するステント治療は、緊急手術を回避し術後合併症のリスクを軽
減するが、長期予後を悪化させる可能性も指摘されている。今回我々は、待機期間による
手術偶発症や再発率、生存率を明らかにすることを目的とした。【方法】当院で2013年か
ら2021年12月までに閉塞性大腸癌に対してステント留置後に切除術を施行した111例を
後方視的に検討した。【成績】対象は男性57例、女性54例で年齢中央値は72歳（39-92）
であり、腫瘍の進行度はstage2：38例、stage3：38例、stage4：35例であり、手術根
治度Aは76例、Bが3例、Cが32例であった。ステント挿入から手術までの待機期間中
央値は23日（1-90）で、14日以内の手術が30例、15日以上30日以内が51例、30日を
超える待機期間症例が30例であった。全観察期間中央値は1162日（47-3711）であった。
スステント留置後の合併症は5例に認め、貧血悪化2例、逸脱2例、便による閉塞1例であっ
たが、待機期間による合併症の発生頻度に差は認めなかった。手術は腹腔鏡下：65例、開
腹術：46例で施行されており、合併症についてはClavien-Dingo分類でGrade≧2の症例
が21例（18.9%）であった。手術合併症は開腹術で生じやすくなっていたが、待機期間の
長短では差を認めなった。手術根治度A、B症例を対象に術後再発について検討したところ
21例（26.3%）に再発を認めたが、待機期間が28日以上と28日未満の症例での比較検討
では、再発率に差を認めなかった。【結論】待機期間の長短によるステント関連合併症や手
術合併症、再発への影響は明らかにならず、至適待機期間については、さらなる検討が必
要である。

O2-43-6
退院支援　～患者の意思決定を支えることができたのか～
吉田∙耕生（よしだ∙こうせい）、阿部∙豊輝（あべ∙とよき）、寺師∙絵里香（てらし∙えりか）、大野∙智和（おおの∙ともかず）

NHO 菊池病院地域医療連携室

精神科に限らず、入院期間については極力短期間になることが望ましいとされている。入
院が長期化することで様々なデメリットが生じるためである。しかし、退院支援において
患者の意思決定を尊重する上でそれが必要と感じる場面もある。今回、以下の事例におい
て時間経過と共に変化する患者の意思表出に沿った退院支援を行った。その過程について
アドバンス・ケアプランニング（以下、ACPと略す）の定義を元に考察する。対象者は65
歳女性。令和X年Y月、警察保護となるが疎通困難状態で専門医療が必要とされ、救急当
番病院であった当院に診察依頼あり、即日医療保護入院となる。入院当初は不穏強く、拒
薬・拒食が見られ、PICUでの治療を要した。薬物調整により見当識が得られ、治療への了
解が得られた後は精神症状も安定した。それに伴い、母親との同居を主張されたが、母親
側より拒否をされたことで抑うつ傾向となる。徐々に意欲・活動性が低下し、更に身体疾
患の影響でADLも低下し支援が必要となった。彼女の意向に加え、身体疾患、福祉的介入
などの状況が複雑に絡む中、各職種が連携して関わりを持ち、その都度本人の意向に合わ
せた支援を検討した。最終的にA県在住の家族の面談をきっかっけに地元に戻ることとなっ
た。振り返ってみると、「本人が現在の健康状態や今後の生き方、さらには今後受けたい医
療・ケアについて考え、家族と話し合うこと」というACPの定義に即した対応になっており、
時間をかけ本人、家族と関係性を築いたことで双方が歩み寄ることができたと思う。

O2-43-5
在宅でNHFを検討した終末期患者について振り返る
堀川∙柊平（ほりかわ∙しゅうへい）

NHO 東名古屋病院地域医療連携室

【背景】我が国では1997年10月に「臓器の移植に関する法律」が施行され、多臓器移植が可
能となった。臓器移植までの平均待機期間は臓器による差があり、中でも肺・心肺同時移
植者では約2年6カ月の待機期間を要している。（公益社団法人日本臓器移植ネットワーク
1997.10 ～ 2022.12）本事例は、他院で肺移植のエントリーが行われ、急性期治療後のリ
ハビリテーション目的で当院へ転院された患者の終末期における支援である。なお、当院
では呼吸器疾患の患者は一般病棟で受け入れており、平均在院日数21日以内が施設基準で
ある。【目的】肺移植を待つ間、リハビリ目的で入院された患者への関わりを通して、多職
種での共同意思決定におけるMSWの支援や、患者の状況とMSWの実践能力との間に生じ
たジレンマを内省し考察することで、今後の自身のソーシャルワーク実践に活かしたい。【方
法】本事例の診療録を活用し、後方的に検討する。【事例】50代男性、妻と長女と3人暮らし。
職業は会社員。既往の呼吸器疾患にCO2ナルコーシスの合併により終日NPPV管理、食事
の時のみNHF。肺移植までの待機期間と並行し、ADL改善のためのリハビリ目的で当院へ
転院された。【考察】本事例では、当初は自宅への退院を目指していた本人が、結果として、
紹介元の急性期病院へ戻ることを決意された。本人の意思は、病状の変化や専門職のかか
わりなど、多様な背景により変化する。その中で、MSWの行う受診受療援助や、特に医療
機関における共同意思決定においては、ソーシャルワーカーの倫理綱領に基づく患者への
意思決定支援がMSWの重要な役割の一つである。

O2-43-4
オンラインを活用した病院間カンファレンスの取り組み～転帰調査票を用
いた連携課題の共有～
須藤∙正子（すとう∙まさこ）1、高橋∙紀貴（たかはし∙のりたか）1、大川∙友子（おおかわ∙ともこ）1、村井∙雅子（むらい∙まさこ）1、
佐藤∙拓海（さとう∙たくみ）1、佐藤∙正通（さとう∙まさみち）1、広井∙知歳（ひろい∙しとし）1、鯉淵∙幸生（こいぶち∙ゆきお）1、
小川∙哲史（おがわ∙てつし）2

1NHO 高崎総合医療センター患者サポートセンター、2NHO 高崎総合医療センター消化器外科

【目的】2016年4月より病院間連携の推進を目的とし、当院の連携実務者（MSW、看護師）
が介入した転院事例について、近隣の連携病院と定期的（月1回、隔月）な病院間カンファ
レス（以下、病院間CF）を実施している。しかし、コロナ禍になり訪問が難しくなったこと
や働き方改革、特別休暇等でMSW人員の減少によりBCPを踏まえた業務の体制を考える
必要が生じてきた。【方法】訪問にて行ってきた病院間CFを、2020年度7月よりオンライ
ン開催に切り替えた。Web会議ツールを活用して各医療機関40分間とし、開催の時間帯
を定めて行った。また、転帰調査票を用いて支援内容の協議や互いの医療機関の診療体制
及び地域連携に関連する項目等について情報共有を行った。【結果】オンライン開催による
メリットが多数あった。例として、実施機関5病院にて開始した病院間CFを2024年3月
現在、34病院へと拡大できた。他の業務に費やせる時間ができた。時間制限があることで
焦点を絞って話し合うことができた。感染症の予防につながった。複数の病院と同時開催
ができ、スムーズに課題解決ができた等が挙げられる。【結論】オンライン開催を基本とし
たことで、実施機関の拡大や業務の効率化が実現できた。コロナ禍において病床の逼迫が
続いている状況下でもタイムリーな情報の共有ができ、比較的スムーズな退院調整が可能
であった。また、転帰調査票を用いることで、具体的な連携課題の抽出や支援内容、転院
後の支援の継続性が確認できた。双方の理解が深まることで解決できる課題もあり、医療
的側面だけではなく社会的側面からも患者の地域での生活を情報共有でき、モニタリング
から終結までが滞りなく実施できた。
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O2-44-5
頻回の腸閉塞を来した回腸子宮内膜症の一例
岡田∙駿（おかだ∙しゅん）1、井川∙敦（いがわ∙あつし）2、網岡∙慶（あみおか∙けい）2、河村∙良太（かわむら∙りょうた）2、
楠∙龍策（くすのき∙りゅうさく）2、岡崎∙彰仁（おかざき∙あきひと）2、濱田∙博重（はまだ∙ひろしげ）2、豊田∙和広（とよた∙かずひろ）3、
服部∙拓也（はっとり∙たくや）4

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター消化器内科、 
3NHO 東広島医療センター消化器外科、4NHO 東広島医療センター病理診断科

【症例】27歳女性【主訴】腹痛【現病歴】20XX年2月頃より月経周期での腹痛を繰り返してい
た。12月中旬に月経開始時に激しい腹痛が出現し、前医を受診した。CTにて腸閉塞と診
断され、イレウス管による保存的加療を行ったが改善せず、第3病日に当院転院となった。

【経過】転院後、保存的加療を継続した。腹部MRIでは子宮後壁，右卵巣と隣接腸管を繋ぐ
策状構造を認めた。腹部手術歴なく、月経周期での腹痛を繰り返していることから、異所
性子宮内膜症による腸閉塞が疑われた。第4病日に婦人科紹介し、ジエノゲスト内服を開始
した。第6病日に月経終了と同時に腹部症状は改善した。第9病日に下部消化管内視鏡検査
を施行し、回腸末端に外方圧排を伴う狭窄を認め、スコープの通過は困難であった。外科
的治療を考慮したが、腹痛は軽快していること、ジエノゲスト開始間もないことから第14
病日に退院となった。20XX +1年1月中旬に月経とは無関係に腹痛が出現したため当院受
診した。腹部X線でニボーを認め、前回同様の腸閉塞と診断した。短期間に症状を繰り返し、
月経とは無関係に症状出現していることから外科的治療の方針となり、1月下旬に腹腔鏡下
回盲部切除術を施行した。病理組織学所見では回腸末端狭窄部を中心として腸間膜内に異
所性内膜腺及び内膜間質を認め、回腸子宮内膜症の診断を得た。術後経過良好で、その後
は腹部症状出現することなく経過している。【考察】回腸子宮内膜症は繰り返す出血や炎症
による線維化と肥厚を呈し、腸管の癒着や狭窄が生じ、腸閉塞症状を来すようになる。回
腸子宮内膜症は稀な疾患であるが、未閉経の女性で腸閉塞症状を来した場合本症も想起す
る必要がある。

O2-44-4
ステロイドパルス療法を要した消化管病変を伴うIgA血管炎の1例
迎∙美幸（むかえ∙みゆき）1、川岸∙加奈（かわぎし∙かな）1、武内∙久旺（たけうち∙ひさてる）1、佐野∙達哉（さの∙たつや）1、
齋藤∙公哉（さいとう∙こうや）1、和田∙尚久（わだ∙なおひさ）1、菅野∙聡（すがの∙さとし）1、安達∙献（あだち∙けん）1、
伊藤∙綾香（いとう∙あやか）2、堀田∙綾子（ほりた∙あやこ）3

1NHO 相模原病院消化器内科、2NHO 相模原病院リウマチ科、3NHO 相模原病院病理診断科

生来健康な37歳男性。X年Y月Z日に急速に拡がる両下肢の皮疹を訴え近医を受診した。
皮疹は隆起性の紫斑を呈し、発熱も伴われ精査目的で同日当院へ入院となった。入院後よ
り急激な腹痛を認め、実施した腹部CTで回盲部に著明な浮腫性の壁肥厚像を認めた。上下
部消化管内視鏡検査（以下EGD、CS）では十二指腸下行脚に多発性発赤斑と血豆様発赤、回
腸には周囲の浮腫を伴う不整形潰瘍の散在を認めた。また下肢の紫斑からの皮膚生検では
小動静脈壁に好中球浸潤を認め、IgA血管炎にともなう皮膚・消化管病変と診断した。第3
病日よりPSL 1mg/Kg の点滴静注を開始し皮膚病変は改善傾向であったが、投与後1週間
で腹痛の再燃を認めた。再度実施した腹部CTでは空腸に壁肥厚像が出現しており新規病変
と考えられた。血便も認められたため第14病日よりステロイドパルス療法（メチルプレド
ニゾロン1000mg3日間）をおこない、PSL 1mg/Kgを再導入した。その後比較的速やかに
臨床症状は改善し、第38病日に実施したEGD、CSでは、潰瘍等の粘膜所見はいずれも治
癒傾向を認めた。PSLを漸減しても再燃することなく第62病日に退院した。医学中央雑誌
での検索で、本症例のようにPSLを導入したにも関わらず、再燃や新規病変を認めた症例は
9例報告されていた。しかしいずれの症例もPSLを漸減している段階での再燃であり、本症
例のようにステロイドパルス療法に至った症例は認められなかった。本症例は初回内視鏡
検査で十二指腸、回腸いずれにも強い炎症所見を有しており、文献にも診断時のEGD、CS
の両検査で病変を確認した症例は、再燃しやすく難治傾向となる可能性があるとされてい
る。現在再燃に留意し、外来にて経過観察中である。

O2-44-3
高齢発症の大動脈炎合併潰瘍性大腸炎の1例
三井∙康太郎（みつい∙こうたろう）、樋口∙直樹（ひぐち∙なおき）、石黒∙陽（いしぐろ∙よう）

NHO 弘前総合医療センター消化器内科

83歳　男性主訴　血便77歳時　血便出現し前医を受診、全大腸内視鏡検査（以下T－CS）
で直腸炎型潰瘍性大腸炎と診断された。5 ‐ ASA内服開始となるも10日目に発熱あり当
院紹介となる。水溶性下痢5~6行/日で5 ‐ ASA内服不耐を疑い中止、 後日DLST 陰性判
明。T－CSでは直腸炎型潰瘍性大腸炎であり、レクタブル注腸+AZP 50mg /日開始。1
か月後、発熱と顔面紅斑、頸部痛、肝障害出現のためAZP中止したが、この時点でpMayo 
score 0点で臨床的寛解であった。中止後1か月で肝障害は改善、熱原検索のためMRA施行、
下行大動脈壁の壁肥厚とGd（iv）で造影効果の増強が見られた。血液培養でEnterobacter　
陽性であった．心臓超音波検査ではmild TR,EF72% , VegetationなくIEは否定的であっ
た。MEPM 1.5g /日　2wで陰性となったが、1か月後のMRAでは大動脈弓、下行大動脈、
腕頭動脈、両側鎖骨下動脈壁は脂肪抑制T2WIで高信号強度、Gd（iv）での造影効果あり大
動脈炎症候群と診断した。TCZ　162mg　皮下注を2回施行するも血便出現し、T－CS 
施行、内視鏡Sub Score 3で、ADAに変更、改善した。ADA効果減弱あり、IFXに変更
するもInfusion reactionのため中止。ステロイド投与後減量目的にTofacitinib開始した。
ステロイド投与減量中止後も寛解維持、動脈炎も改善傾向である。本邦で大動脈炎合併潰
瘍性大腸炎の報告は数例であり、さらに高齢発症の大動脈炎合併潰瘍性大腸炎の報告はま
れであり報告する。

O2-44-2
無麻酔大腸内視鏡における挿入困難例とその対策―小児症例を含め―
水上∙健（みずかみ∙たけし）

NHO 久里浜医療センター内視鏡検診センター

大腸内視鏡は苦痛や困難例の対処から鎮静・鎮痛剤が考慮されることも多い。苦痛の原因
は結腸と腸間膜の伸張で、穿孔や腸間膜断裂のアラームサインでもある。一般的な通過困
難部位は後腹膜への固定のないS状結腸とされ、演者らはS状結腸通過をターゲットに注入
必要量が少ない注水法の改良版である浸水法（Dig Endosc2007）を報告し国内外における
RCTで従来法に対する優位性を得て（Endoscopy 2010; 42（7）:557-563, Dig Endosc 
2015; 27:345-353）、自身の無麻酔大腸内視鏡受診経験を踏まえ、2005年より全例無麻
酔で大腸内視鏡検査を行っている。便秘や過敏性腸症候群IBSは大腸内視鏡が困難で苦痛が
強い症例であることが報告され、特にIBSでは大腸内視鏡検査時の痛みが診断のパラメータ
になると報告される。演者らは無麻酔大腸内視鏡検査とCTコロノグラフィーによる検討で
IBS患者にストレス起因の鎮痙剤で抑制されない腸管運動異常とS状結腸回転異常や総腸間
膜症などの腸管形態異常が高頻度に見いだされ、結果、盲腸到達時間が無症状者に比して2
倍以上に延長することを報告した（Intestinal Research 2017）。当院では幼児から高齢者
まで全年齢対象のIBS便秘外来を運用しており、器質的疾患除外と共に腸管機能の評価目的
で無麻酔大腸内視鏡検査を行い、小児の難治性IBS患者でS状結腸や直腸の腸管形態異常の
関与が疑われることを報告した（日本小児心身医学会雑誌2020）。小児を含めた無麻酔大腸
内視鏡挿入困難例、挿入不可能例につきCTコロノグラフィーによる腸管形態評価と内視鏡
で観察される腸管運動から挿入困難の原因を検討し、対処策を提案する。
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O2-45-3
スマートフォンにて単語のフリック入力が可能であった重度失語症の一症例
恩田∙知昂（おんだ∙ちあき）1、中村∙菜都美（なかむら∙なつみ）1、小池∙京子（こいけ∙きょうこ）1、塚本∙康司（つかもと∙こうじ）2

1NHO 東京病院リハビリテーション科、2東京大学医学部附属病院リハビリテーション部

【はじめに】今回,失語症は重度であったが,代償手段を用いることでスマートフォンにて単
語のフリック入力が可能であった症例を経験したため報告する．【症例】50代右手利き男性．
X年Y月Z日脳梗塞発症,左内頚動脈高度狭窄に対してバルーン血管拡張術,頸動脈ステント
留置術実施し,Z+37日に当院回復期病棟に転院.頭部MRIでは，左中大脳動脈領域に高信
号域を認めた.右片麻痺,失語症,口部顔面失行,発語失行,右側への注意低下や病識低下を認
めたが, 明らかな認知機能の低下は認めなかった. 介入時のSLTA上，理解は聴覚的理解・
読解ともに短文レベルで,仮名1文字の聴覚的理解は0/10であった．表出は簡単な漢字単
語や仮名一文字の音読以外は困難であった.【経過】Z+59日に家族とLINEにてやりとりをし
ているのが確認された.仮名単語を見ながら予測変換を用いて単語のフリック入力が可能で
あった．仮名を50音順に並び替えることは困難であったが,ターゲットの仮名が属してい
る行の選択は誤りがなかった.最終評価時のSLTAの仮名1文字の成績は,聴覚的理解9/10,
書き取り3/10と改善したが,仮名単語の書字や書取は困難であった.フリック入力漢字単語
のみの呈示や聞き取りによる入力は困難であった.【考察】失語症者のフリック入力に関する
文献は少ない.本症例は視覚性の高次脳機能が保たれていたこと,病前よりスマートフォン
を常用していたこと,ターゲットの仮名が属する行の認識は比較的保たれていたことから,
仮名単語のフリック入力が可能であったと考えられる.一方で失語症は重度であり,語彙選
択や音韻選択,文字選択の処理が障害されていたため,見本無しでは入力に至らなかったと
考えられる.

O2-45-2
注意機能低下を伴う失語症例の聴覚的理解低下に対する自覚の変化について
中村∙菜都美（なかむら∙なつみ）、小池∙京子（こいけ∙きょうこ）、伊藤∙郁乃（いとう∙いくの）

NHO 東京病院リハビリテーション科

【はじめに】失語症のawarenessに関する報告は一時点のものが多い。今回我々は、病前の
言語機能との変化をVisual Analogue Scale（以下VAS）を用いて確認した。その結果、開
始時に比し終了時に聴覚的理解低下に対する自覚を認めた失語症例を経験したため報告す
る。

【症例A】50代男性右手利き。X日頭部MRIにて左内頚動脈閉塞を認めt-PA投与、血栓回収
術施行。X＋13日当院転院。神経学的所見:麻痺なし。神経心理学的所見:非流暢型失語、
口部顔面失行、注意機能障害（RCPM:36/36点）。

【症例B】50代男性右手利き。Y日左被殻出血発症、保存加療。Y+11日当院転院。神経学的
所見:軽度右片麻痺、軽度右顔面神経麻痺。神経心理学的所見:非流暢型失語、口部顔面失行、
注意機能障害、観念運動失行（RCPM:35/36点）。

【経過】症 例A:VASは 聴 覚 的 理 解70→40 ％、 発 話5→40 ％、 読 解5→80 ％、 書 字
70→80％であった。会話での齟齬に気づけず確認が必要、発話への不安が強かった。終了
時は質問の意図と異なる返答は残存、相手の様子から聞き返すことが可能となった。症例
B:VASは聴覚的理解100→80％、発話0→80％、読解100→90％、書字100→95％で
あった。発声困難で、発話以外でコミュニケーションを実施。理解は文レベルより低下し
ていた。終了時は稀に推測を要すが、口頭のみでコミュニケーション可能となった。

【考察】物井ら（1995）は、「聞く」側面に対するawarenessが低下している例が多いとして
いる。2症例共、聴覚的理解の改善に伴い低下への気づきを認めた。この気づきには注意機
能の改善も関与したと考えた。また、機能改善に伴い気づきは改善することや、VASを用
いて複数時点で確認することの重要性が示唆された。

O2-45-1
左前頭葉梗塞により非流暢性失語から流暢性失語に移行した1例
藤原∙時（ふじわら∙とき）1、坪井∙丈治（つぼい∙たけはる）1,2、坂井∙友美（さかい∙ともみ）1、小林∙孝輔（こばやし∙こうすけ）1、
中橋∙聖一（なかはし∙せいいち）1,3、齋藤∙由扶子（さいとう∙ゆふこ）4

1NHO 東名古屋病院リハビリテーション部、2愛知学院大学大学院心身科学研究科健康科学専攻、 
3NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、4元NHO 東名古屋病院脳神経内科

【はじめに】左前頭葉梗塞により非流暢性発話を呈したが，約4 ヶ月にはジャルゴン様の流
暢性発話となった1例を経験した．超皮質性感覚性失語の出現頻度は失語症全体の数％と
少ないが，その臨床像や病変部位の報告は幅広く，前頭葉損傷による報告もみられている。
本症例における発話の変遷を若干の考察を加えて報告する．【症例】78歳右利き男性，高等
学校卒．現病歴：X年に左アテローム血栓性脳梗塞を発症した．画像所見：左中心前回外
側，左中前頭回，左下前頭回，放線冠，島，弁蓋部，側頭葉極に梗塞巣を認めた．神経学
的所見：右上下肢の運動麻痺はほぼ認めず歩行可能であった．神経心理学的所見：発語失
行，口部顔面失行，観念失行を認め，知的機能低下は認めなかった（RCPM：26/36点）．

【経過】発症時は全失語であり，X+4 ヶ月には理解面で単語レベルでの向上がみられたが文
レベルは依然として困難であった．表出面では，不明瞭な単語レベルの非流暢性発話から
不明瞭な文レベルの流暢性発話へと変化がみられた．また自発話が増え，時折反響言語や
字性錯書を認めた．【考察】前頭葉性超皮質性感覚性失語（frontal transcortical sensory 
aphasia：fTCSA）の病巣がより広範に進展するとブローカ失語となり，fTCSAが発語失行
と伴うとブローカ失語の定義の範疇に入るとされている（大槻 2016）．本症例の発話特徴
として，不明瞭で聴取困難な発話が挙げられ，この要因の一つとしては発語失行が考えら
れた．fTCSAは全失語からの移行例や，反響言語を伴う例，字性錯書を伴う例が報告され
ている．このことから，本症例は発語失行の改善に伴い全失語からfTCSAへの移行段階で
あると考えられた．

O2-44-6
発症から8日後に診断がついたS状結腸軸捻転の症例
柴野∙穂乃佳（しばの∙ほのか）、清水∙嶺（しみず∙れい）、中原∙日菜（なかはら∙ひな）、松原∙祐太（まつばら∙ゆうた）、
池田∙未緒（いけだ∙みお）、萩原∙裕也（はぎはら∙ゆうや）、高鳥∙真吾（たかとり∙しんご）、山口∙晃弘（やまぐち∙あきひろ）、
倉持∙みずき（くらもち∙みずき）

NHO 埼玉病院消化器内科

【はじめに】S状結腸軸捻転はしばしば遭遇する疾患であるが、今回腹痛が改善傾向であった
ため発見が遅れた例を報告する。【症例】55歳女性【現病歴】X-8日前に月経後の下腹部痛が
出現、X-5日に近医婦人科を受診したところ、エコーで腹水貯留と子宮筋腫が認められたた
め当院婦人科紹介受診予定となっていた。嘔気嘔吐なく腹痛は改善傾向だったが、腹部膨
満感の増悪と呼吸苦を主訴にX日救急外来を受診した。便は10日前から出ておらず、腹部
は膨満で腸蠕動音は減弱、自発痛はないが腹部全体に広がる圧痛を認めた。腹膜刺激症状
は認めなかった。腹部レントゲンで大腸ガスの著明な貯留、CTでS状結腸に捻転を伴う狭
窄部と口側腸管の著明な拡張を認め、S状結腸軸捻転の診断となった。明らかな消化管穿孔
および腸管虚血はみられなかった。【経過】同日、緊急内視鏡を施行しS状結腸に狭窄を認め
た。内視鏡的整復を試みようとしたが、筋層が露出しており一部は潰瘍となっていた。穿
孔のリスクが高く整復困難であると判断し、緊急開腹手術の方針となった。開腹され捻転
を解除した後、穿孔をきたしたため消化管穿孔として対応されHartmann手術を施行され
た。経過は良好であり術後25日目に退院となった。【考察】S状結腸軸捻転は腹部膨満、便秘、
排ガスの停止、腹痛などの症状が見られることが多く、腹部単純X線検査やCTで約8-9割
以上が診断可能である。上記症状を認めた際にはS状結腸軸捻転を想起することが重要であ
る。
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O2-46-1
当院の乳がん放射線治療における固定具および治療計画最適化の検討
小川∙集平（おがわ∙しゅうへい）、野根∙浩二（のね∙こうじ）、高橋∙享（たかはし∙とおる）、宮崎∙佳子（みやざき∙かこ）、
二保∙忠紀（にほ∙ただのり）

NHO 大分医療センター放射線科

【背景】当院の乳がん放射線治療では、固定具にBreastBoard（BB）とWingBoard（WB）を
使用しているが、固定精度の差が明らかではない。また、両者で鎖骨領域照射野と重なり
があるが、治療計画時に線量減弱が考慮されていない。

【目的】乳がん術後放射線治療において、固定精度および線量減弱を考慮した固定具を選択
し、より精度の高い治療計画を検討する。

【方法】固定精度について、BB群とWB群10例で、kV2方向撮影位置照合による並進移動
量から二乗和平方根を算出、マン・ホイットニーのu検定を行った（p＜0.05）。線量減弱
について、Toughwaterファントム（TW）上に固定具を設置、Ga0度で100MUを照射、
電離箱線量計指示値から線量減弱率を求めた。治療計画について、WB上にTWと低密度
物質を組み合わせたファントムを設置、Ga180度100MUで実測を行った。治療計画装置
Eclipseで体輪郭に固定具を含めない場合、含める場合において、線量計算アルゴリズム
Analytical Anisotropic Algorithm（AAA）とAcurosXB（AXB）を用いた治療計画を作成、
実測との線量誤差を比較した。

【結果】固定精度はBB群で移動量が有意に大きかった。（p値0.0115）線量減弱率はBB中央
14.2％＞WB+ウレタン枕5.9％＞WB+プラスチック枕1.9％＞BBメッシュ部分0.25%
であった。治療計画精度は体輪郭に固定具を含めない場合、誤差はAAAで9.20％、AXB
で2.89％であった。固定具を含めた場合、AAAで7.09%、AXBで0.42％であり、両アル
ゴリズムで誤差は減少した。

【結論】当院の乳がん放射線治療では、固定具にWB+プラスチック枕を使用する。治療計
画では体輪郭に固定具を含め、線量計算アルゴリズムにAXBを用いることで、精度の向上
が示唆された。

O2-45-6
人工呼吸器下における音声代替手段として送気発声を獲得した、パニック
発作のあるデュシェンヌ型筋ジストロフィー患者の一症例
田中∙美帆（たなか∙みほ）1、松浦∙久美子（まつうら∙くみこ）1、宮田∙七（みやた∙なな）1、仲田∙正人（なかた∙まさと）1、
元木∙夏花（もとき∙なつか）2、森∙千晃（もり∙ちあき）3、井上∙貴美子（いのうえ∙きみこ）1,3

1NHO 大阪刀根山医療センターリハビリテーション科、2NHO 大阪刀根山医療センター看護部、 
3NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

【はじめに】送気発声（ACV）とは、気管切開下人工呼吸器管理（TIPPV）下での音声代替手段
の一つであり、気管カニューレのサイドチューブより送気し発声する方法である。唾液誤
嚥のリスクが低い利点がある一方、援助者による送気が必要であり、合併症として声帯損
傷が指摘されている。【症例】48歳　男性、デュシェンヌ型筋ジストロフィー（DMD）。3
歳ごろ発症、5歳時に診断、12歳より長期入院。31歳時、気管切開を受けた。45歳時、
転居により当院へ転入院。転院後パニック発作出現。唾液誤嚥によりカフ脱気による発声
は行わず、主に口形で表出を行っていた。【経過】X年Y月（46歳）、ACVの適応と考え当院
送気発声マニュアルに従い訓練を開始した。当初は発声困難であったが、気管吸引と人工
呼吸器回路ホースの高さ調節により数分の発声が可能となった。発声は安定し、X＋1年、
Y＋2月病棟でのACV運用を開始した。発話での疎通がスムーズとなるにつれ、パニック
発作回数の減少が見られ、ACVを利用したカラオケに取り組むに至った。【考察】人工呼吸
器回路ホースの高さ調節によりカフが気管に適合する形状となり、送気した空気が適切に
上気道に流れACV獲得に至ったと考えた。ACVを目的とする言語療法実施時には、送気時
の効率的な流量確保を考えながら調整を行うことが必要である。また、ACV獲得によりパ
ニック発作の軽減効果が得られた。発声困難な患者に対する音声代替手段の獲得援助は精
神的安定やQOL改善に繋がると考えられる。

O2-45-5
音声にてre-emergent tremor を呈したパーキンソン病の1例
坪井∙丈治（つぼい∙たけはる）1、田中∙康博（たなか∙やすひろ）5、小林∙孝輔（こばやし∙こうすけ）1、橋本∙里奈（はしもと∙りな）2、
伊藤∙陽子（いとう∙ようこ）3、西尾∙直樹（にしお∙なおき）6、坪井∙崇（つぼい∙たかし）7、曾根∙三千彦（そね∙みちひこ）6、
勝野∙雅央（かつの∙まさひさ）7、饗場∙郁子（あいば∙いくこ）2

1NHO 東名古屋病院リハビリテーション部、2NHO 東名古屋病院脳神経内科、 
3NHO 東名古屋病院耳鼻咽喉科、4愛知学院大学大学院心身科学研究科健康科学専攻、 
5愛知学院大学健康科学部健康科学科、6名古屋大学大学院医学系研究科耳鼻咽喉科、 
7名古屋大学大学院医学系研究科神経内科学

【はじめに】Re-emergent tremorは，運動時にはふるえが止まり運動を休止し数秒経過
後に再度出現するふるえである．四肢で観察されるこのふるえは，発声発語器官でも生
じることが報告されるが，音声での報告は我々が調べた限りではみられない．今回，re-
emergent tremorを音声で確認できた事例を経験したので報告する．【症例】80歳，女性．
医学的診断名：パーキンソン病（UPDRS III: 44）．現病歴: X-9年に手足のふるえが出現し，
X-8年にA病院にてパーキンソン病と診断された．身体所見: 安静時振戦を両側上肢に認め
る．移動手段は独歩である．神経心理学的所見：MMSE=29点，発話所見：MPT=17.7秒，
明瞭度=1.3/5, 自然度=1.6/5, 嗄声=G1.3R1.3B0.0A0.0S0.6（ST3名の平均値）であっ
た．VHI=1点であった．会話や音読では声のふるえは認められなかった．本人による発話
に関する訴えはほぼ認めず，長時間にも及ぶ電話での会話を行うにも支障はなかった．一方，
母音の持続発声を行うと，発声から数秒後に4-5Hzのふるえを聴取できた．軟性喉頭鏡に
よる喉頭観察では，安静時に咽頭全体でふるえを認めたが，発話の起始部や嚥下時にはこ
のふるえが一時的に減弱することが確認できた．【考察】発話ならびに母音発声の起始部で
は声のふるえが認められないこと，安静時の咽頭部に振戦を認めることから，この症状は
re-emergent tremorに該当するものと思われる．本例は聴覚的評価でも，自覚的にも声
のふるえの訴えは無く，発話明瞭度も良好である一方で，持続発声にて本症状が検出できた．
このふるえはパーキンソン病の診断とdysarthriaの重症度にも関連しており，STが注目す
べき所見のひとつであると思われた．

O2-45-4
経皮的感覚神経刺激法により声質が改善した脊髄小脳変性症の一例
樋口∙雄一郎（ひぐち∙ゆういちろう）1、會田∙隆志（あいた∙たかし）2、渡邉∙大介（わたなべ∙だいすけ）1、酒井∙絵里（さかい∙えり）1、
石井∙亜紀子（いしい∙あきこ）2

1NHO いわき病院リハビリテーション科、2NHO いわき病院脳神経内科

【はじめに】経皮的感覚神経刺激法（以下、TESS）は、干渉波を用い、主に嚥下治療に使用
されている。近年、音声障害に対して効果を認めたと報告があり、音声治療にも期待され
ている。今回、失調性dysarthria を呈し、孫に良い声で本の音読をしたいと希望がある脊
髄小脳変性症（以下、SCD）患者にTESSを実施し、声質に改善を認めたため、報告する。

【方法】対象は、60歳代、女性。SCDの重症度分類II度（会話障害）。発話明瞭度2、自然度
2。GRBAS尺度は、G2R2B0A0S0。まず、ICレコーダー（PCM-A10:SONY）を口唇から
15cmに設置し、/a/持続性発声（地声、高音）と北風と太陽を録音した。次に、ジェントル
スティム（カレイド社製）を用いて発声・音読練習等を実施した。電極は、甲状軟骨を包む
様に貼付し、刺激強度は、約2.7mAとした。刺激時間は、25分とし、7日間実施した。音
声分析は、Praat（ver.6.1.16）で行い、前後比較を行った。【結果】/a/持続性発声時のピッ
チの向上（地声:平均140.5Hzから平均234.0Hz、高音:平均239.4 Hzから平均325.7Hz）
やピッチブレイクの減少から発声機能の向上を認めた。北風と太陽は、平均177.9Hzから
平均211.9 Hzと向上し、発話明瞭度1.5と改善した。【考察】喉頭感覚は、声帯振動や声門
下圧などの情報が上喉頭神経内枝や反回神経を介して中枢へ伝達されていると報告がある。
本症例は、TESSと反復練習により、効果的に発声調節が可能となり、低下した声質の改善
に至ったと考えられる。今後は、複数例への介入や長期的な効果を検討が必要である。
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O2-46-5
放射線治療におけるリスク分析を用いた医療安全の取り組み
横山∙雄一（よこやま∙ゆういち）1、加賀∙惠太（かが∙けいた）1、岡原∙継太（おかはら∙けいた）1、國武∙直信（くにたけ∙なおのぶ）2、
本多∙武夫（ほんだ∙たけお）1

1NHO 九州がんセンター放射線技術部、2NHO 九州がんセンター放射線治療科

【目的】近年の放射線治療は高精度化の一途を辿っており、その放射線治療プロセスは複雑
化している。また最近では、品質および安全性を損なう主な原因は放射線治療プロセスの
脆弱さや変動性から生じるという認識も高まっており、放射線治療プロセスにおける品質
マネジメント（Quality Management：QM）の重要性が高まっている。そのような中、米
国医学物理学会Task Group 100（TG-100）は、放射線治療プロセスのQMについてリス
ク分析を用いることを報告している。そこで、放射線治療における医療安全の取り組みと
して、TG-100を参考に頭頚部の強度変調放射線治療（Intensity Modulated Radiation 
Therapy：IMRT）におけるリスク分析を行ったので報告する。

【方法】当院の放射線治療部門に従事している放射線治療専門医4名および診療放射線技師
9名で、頭頚部IMRTにおけるプロセスマップを作成し、各プロセスにおいて起こり得る故
障モード（Failure Mode：FM）を洗い出した。次に各FMについて故障モード影響解析を
行い、発生確率（Occurrence：O）、重大性（Severity：S）、検出難易度（Detectable：D）
を決定した。そして、リスク優先度（Risk Priority Number：RPN ＝ O×S×D）を算出し、
リスクの高いFMを把握した。

【結果】頭頚部IMRTにおけるFMは36項目であった。またRPNは最大48であり、そのFM
に対して対策を検討した。

【結論】TG-100を参考に頭頚部IMRTにおけるリスク分析を行った。今後も継続して医療安
全に努めていきたい。

O2-46-4
リニアック導入におけるコミッショニングサービスの使用経験
大槻∙勇一朗（おおつき∙ゆういちろう）1、西∙雄太（にし∙ゆうた）1、村田∙伸一（むらた∙しんいち）1、川崎∙勇翔（かわさき∙はやと）1、
宮本∙眞也（みやもと∙なおや）1、大川∙雅彦（おおかわ∙まさひこ）1、濱∙瑞貴（はま∙みずき）2、石原∙佳知（いしはら∙よしとも）3

1NHO 南和歌山医療センター放射線科、2NHO 南和歌山医療センター診療部放射線科、 
3日本赤十字社和歌山医療センター放射線治療科部医学物理課

【目的】
新規リニアック導入時、出力を測定しそれらが正しく計算できているかを確認するコミッ
ショニングという作業が必須となる。この作業は数ヶ月の日数を要し、十数年に一度とい
う頻度のためスタッフの負担が大きいことが問題となっている。当院は本邦にて新たに検
討されているコミッショニングサービスのテスト施設となったため、今回その使用経験を
報告する。

【方法】
対象となるリニアックおよび治療計画装置はTrueBeam（VARIAN）、Eclipse（VARIAN）
であり、コミッショニングサービスはVARIAN社の医学物理士を中心に測定し、当院の担
当者が立ち合い、両者で結果を確認した。実施項目はビームデータ取得、ビームモデリング、
線量計算と実測との精度検証であった。精度検証はX線、電子線の全てのエネルギーに対し
て計700項目以上の条件において評価を行った。
次に、当院の担当者によって74例の強度変調放射線治療症例を用いて、線量分布検証と絶
対線量検証を行った。
最後に、コミッショニングサービスの有無による工期日程を比較した。

【結果】
コミッショニングは全ての項目において線量計算と実測が2%以内の精度で一致した。
また分布線量検証においては平均ガンマパス率98.2％（3%/2mm）、絶対線量検証は平均
誤差1.07％であった。
コミッショニング期間は通常3,4か月程かかる工程が3週間に短縮された。

【結語】
コミッショニングサービスを利用したリニアックの立ち上げでは精度よく、かつ短期間で
立ち上げができ有益であることが示唆された。

O2-46-3
画像誘導放射線治療においてカウチ角度補正による線量分布への影響
若畑∙旬弥（わかはた∙じゅんや）1、戸川∙謙太（とがわ∙けんた）1、仲山∙暁介（なかやま∙きょうすけ）1、
小嶋∙智大（こじま∙ともひろ）1、池上∙周平（いけがみ∙しゅうへい）1、松本∙一繁（まつもと∙かずしげ）1、
川北∙欣弘（かわきた∙よしひろ）1、中村∙光宏（なかむら∙みつひろ）2、植木∙一仁（うえき∙かずひと）3、荒木∙則雄（あらき∙のりお）3

1NHO 京都医療センター放射線科、2京都大学大学院医学研究科、 
3NHO 京都医療センター放射線治療科

【目的】当院のトレランス限界角度誤差を補正した状態（補正必要）と角度誤差が無い状態（補
正不要）の実測線量分布を角度誤差が存在していない計算線量分布と比較し，角度誤差補
正の有無による線量分布への影響を評価した．【方法】過去症例よりエネルギー毎（6，10，
6FFF，10FFF MV）にランダムに5症例ずつ選択した．はじめに，治療計画装置（TPS）
Eclipse（Ver.15.6）でバーチャルカウチthick（surface部：－100 HU，interior部：－
1000 HU）を設定したArcCHECKファントムに対して，線量計算アルゴリズムAXBを用い
て患者QAプランを作成した．次に，”補正不要”といずれかの方向に発生した＋3度の角
度誤差を補正した”補正必要”で実測した．また，3軸同時に＋3度傾けた条件においては，
ガントリーとカウチの衝突を避けるため，バーチャルカウチthin（surface部：－350 HU，
interior部：－1000 HU）の選択下にて”補正必要”と”補正不要”で実測し，計算線量分布
と比較した．各条件においてγ解析（3％ /2 mm，閾値10％）を実施し，エネルギー毎にt
検定を行った.【結果】角度補正の有無でγパス率の差は0.16±0.84％（範囲：-3.2~3.2%）
であった．また，t検定による有意差は見られなかった．【結語】角度誤差補正の有無による
線量分布への影響は微小であった．このことから，角度誤差を補正することによる照合精
度の向上を優先して良いことが示唆された．

O2-46-2
フィルム線量分布検証におけるパラメータ設定が結果に及ぼす影響と許容
値に関する研究
八木∙美保（やつき∙みほ）、谷本∙祐樹（たにもと∙ゆうき）、奥田∙武秀（おくだ∙たけひで）、二見∙智康（ふたみ∙ともやす）

NHO 呉医療センター中央放射線センター

［目的］高精度放射線治療におけるフィルムを用いた線量分布検証では，解析時のROIサイ
ズや線量Scaleの設定，フィルムの照射位置，また解析者によるパラメータ設定値が変動
し，検証結果に影響を及ぼす．しかし，我々の知りうる限りそれらの影響の大きさについ
て明らかになっていない．本研究では，上記の因子による影響の大きさとパラメータの設
定許容値について明らかにすることを目的とした．［方法］照射プランは，PTVサイズが大
きい乳房と小さい脳局所，脳定位の計15例を使用した．解析は，γ解析を使用しROI内の
γpass率を算出し比較した．変化させたパラメータ：1）ROIサイズは上下はファントムの
端，左右はフィルムの端から1 cmずつ5 cmまで変化させた．2）線量Scaleは1％ずつ±
15％まで増減させた．3）フィルムを4分割し，同一プランをそれぞれに照射しフィルム位
置による影響を評価した．また診療放射線技師10名により同一プランに対しγ解析を行い
設定したパラメータによる解析結果の違いを比較した．1，2）のそれぞれの最も良好な結
果から5%以内の値が得られる設定値を許容値とした．［結果］ROIサイズ，線量Scale共に，
乳房で最良と最悪なγpass率の結果の差が大きく最大で32.7％と74.6％であった．また
脳局所は20.6％と22.5％，脳定位では0.7％と7.1％であった．最大フィルムの照射位置
は最大で4.0％差が生じた．また解析者により最大7.8％の差が生じた．パラメータの許容
値は線量Scaleで乳房1%，脳定位11%，脳局所4％，ROIサイズでは乳房1 cm，脳局所
2 cmであった．［結論］線量分布検証においてPTVのサイズが大きいほど様々な因子の影
響を受けやすく設定許容値についても厳しくなった．
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O2-47-2
膝蓋骨軸位撮影法における最適エックス線入射角度の補助具開発とその効果
大井∙邦治（おおい∙くにはる）、泉∙登久（いずみ∙たかひさ）、肥後∙雅子（ひご∙まさこ）、米丸∙雄太（よねまる∙ゆうた）、
立石∙哲士（たていし∙さとし）、川俣∙圭輔（かわまた∙けいすけ）

NHO 熊本再春医療センター放射線科

【背景】当院では過去3 ヶ月間に364件の膝蓋骨軸射撮影のうち151件（41％）が再撮影と
なった。主な理由は膝蓋骨関節面の前後ズレによる角度不良であり、ルーチンの屈曲角度
は60度と定められているが、実際には術者によって屈曲角度が曖昧な画像が多く、診断に
適さないものも見受けられた。

【目的】膝蓋骨軸射撮影の再撮影を低減するため、最適X線入射基準を明らかにし、簡単にX
線入射角度を確認できる補助具を作成し、その効果を報告する。

【方法】補助具作成にあたり、膝蓋骨軸位撮影のX線入射角度を正確に設定するため、300
例のX線側面像に基準軸、角度、辺を設定し計測した。検証項目は、大腿骨前面直線部と脛
骨前面直線部の交叉する屈曲角度、膝蓋骨－大腿骨関節面のX線入射角度、下腿骨前面直線
部とX線入射直線の交叉する角度、大腿部前面直線部と下腿前面直線部の交叉する角度を計
測した。

【結果】X線入射角度は膝関節屈曲角（X）に対して「y = 0.27X - 2.5」、大腿部前面直線部と
下腿前面直線部の交叉する角度は「y = -0.9X + 181.4」というX線入射基準式で示すこと
ができた。この作成された補助具は、X線入射ラインを0基準とした勾配器が備え付けられ
ており大腿部辺と下腿部辺の前面を患者の大腿部と下腿部に合わせれば正確な入射角度が
確認できる。その角度をX線管球角度に合わせれば簡単にポジショニングが可能となってい
る。今回、補助具を使用することにより正確な屈曲角度のもと膝蓋骨軸射撮影法が可能と
なり、大幅な再撮影の減少効果が確認された。

【結論】この補助具を使用することで、正確な屈曲角度のもと膝蓋骨軸射撮影法が可能とな
り再撮影の減少効果が確認された。

O2-47-1
超低線量撮影と再撮影用Scaleを併用した当院の膝側面撮影の現状
川俣∙圭輔（かわまた∙けいすけ）、大井∙邦治（おおい∙くにはる）

NHO 熊本再春医療センター放射線科

【目的】膝側面撮影に関して、これまでの研究より再撮影用Scaleを用いることで、再撮影
においてほぼ1回で100％排他基準内の画像の提供が可能となった。しかし、本撮影・再
撮影と必ず2回撮影分線量が必要となることがデメリットである。そこで、超低線量撮影（以
下、Pre-shot）を行い、再撮影用Scaleを併用することで、必要最低限の線量で100％排他
基準内の画像を提供することが可能か検討する。【方法】Pre-shotと再撮影用Scaleを併用
した撮影期間の前後で、再撮影回数・排他基準割合・被ばく線量を後ろ向きに比較した。また、
Pre-shot画像の偏差指標：DI値を用いて、本撮影時の撮影条件を適正条件にできないか検
討を行った。Pre-shot撮影期間の線量指標：EI値よりPre-shotの目標線量指標：EItを設
定した。その後、Pre-shot撮影時のDI値から本撮影時の適正条件を推定するためPre-shot
と本撮影時のDI値の相関関係を求めた。Pre-shot撮影時のDI値から撮影条件を推定した期
間前後で、本撮影時DI値の比較を行った。【結果】Pre-shotと再撮影用Scaleを併用した撮
影期間の前後で、本撮影+ Scale使用の再撮影と比較して、Pre-shot + Scale使用の撮影
の再撮影回数・排他基準割合に大きな変化なく、Pre-shotでも1回で100％排他基準内の
画像が提供できていた。また、被ばく線量については、Pre-shot + Scale使用の撮影を行
うことで、多くの撮影が本撮影1回分に近い線量であった。Pre-shotのDI値から撮影条件
を推定することで、本撮影時DI値に改善がみられた。Pre-shotに再撮影用Scaleを併用し
て、さらにPre-shotのDI値を利用することで、必要最低限な適正線量で100％排他基準内
の画像を提供することが期待できる。

O2-46-7
当院における緩和放射線治療への回転照射の積極利用の検討
濱∙瑞貴（はま∙みずき）1、奥平∙巳咲（おくひら∙みさき）2、西∙雄太（にし∙ゆうた）3、大槻∙勇一朗（おおつき∙ゆういちろう）3、
川崎∙勇翔（かわさき∙はやと）3、村田∙伸一（むらた∙しんいち）3、大川∙雅彦（おおかわ∙まさひこ）3

1NHO 南和歌山医療センター診療部放射線科、2NHO 南和歌山医療センター看護部、 
3NHO 南和歌山医療センター放射線科

【目的】当院は令和6年3月に放射線治療装置を更新し、臨床稼働を再開した。緩和放射線
治療には通常3次元原体照射（3dimensional conformal radiotherapy :3D-CRT）が用い
られる。3D-CRTの場合、独立検証ソフトによる線量検証を行った上で治療を実施するが、
高精度放射線治療の再開を優先したこともあり、独立検証ソフトのコミッショニングが終
了しない状態で臨床稼働を再開した。そのため照射技法が強度変調回転照射法Volumetric 
Modulated Arc Therapy: VMATか3D-CRTに関わらず、多次元検出器とポイント線量計
による線量測定を行った上で治療を開始する運用となっていた。そのため治療前準備とし
て技師負担に差がないことから緩和照射にもVMATを積極使用した。VMATによる治療は
ガントリーが停止することなく照射を実施するため照射時間の短縮が可能となり、患者負
担が低減されると考えられる。本研究では3D-CRTと比較し実際に治療時間が短縮したか
どうかを検討する。

【方法】VMATによって実際に緩和放射線治療を行った15症例で3D-CRTの治療計画を作
成し、治療時間について比較する。治療時間については、VMATはガントリー回転速度から、
3D-CRTについては各門のMU数とガントリー回転角度から計算した。治療時間について
Wilcoxon符号付順位和検定を行い、統計解析を行った。

【結果】照射時間の中央値はVMAT61秒（33-110秒）、3D-CRTで97秒（81-152秒）であっ
た。また、両群間には有意差（p<0.05）が認められた。

【結論】回転照射により治療時間が短縮でき、患者の負担を軽減できる。

O2-46-6
TomoTherapyを用いた前立腺IMRT時の金属マーカの至適サイズについ
ての検討
大西∙孝志（おおにし∙たかし）1、福田∙彩華（ふくだ∙あやか）1、小林∙哲也（こばやし∙てつや）1、榎本∙直之（えのもと∙なおゆき）1、
安達∙睦（あだち∙むつみ）1、西口∙里央（にしぐち∙りお）2、丸田∙力（まるた∙つとむ）2

1NHO 姫路医療センター放射線科、2NHO 姫路医療センター放射線治療科

【背景】前立腺IMRTを行う場合は、より高精度なIGRTを行うために、前立腺に金属マーカ
を留置することがある。金属マーカは、サイズが大きくなるにつれて、金属マーカ付近の
前方散乱、後方散乱、側方散乱などによるオーバーシュートやアンダーシュートも大きく
なることが報告されている。このため金属マーカのサイズをIGRTに影響が出ない範囲で、
なるべく小さなサイズを選択する必要がある。当院でも前立腺IMRT時に金属マーカを留置
する運用に変更する時に金属マーカのサイズによる視認性を確認し、至適サイズを検討し
たので報告する。【目的】治療計画用CT撮影時での金属マーカのアーチファクトを最小限
にし、IGRT時のMVCTで容易に確認可能な金属マーカの至適サイズを検討する。【方法】
金属マーカVISICOILのサイズがコイル径（mm）×長さ（cm）1.1×1.0、1.1×0.5、0.75
×1.0、0.75×0.5、0.5×1.0、0.5×0.5、0.35×1.0の7種類で検討を行った。各サイ
ズの金属マーカをチーズファントムに挟み込み計画用CTとMVCTを撮影し比較検討する。
また各サイズの金属マーカを前立腺治療中の患者とバックロックの間に挟み込みMVCTを
撮影し比較検討する。また、各サイズの金属マーカを頭頸部シェルに貼り付けMVCTを撮
影し比較検討する。【結果】計画用CTでは、金属マーカのコイル系が大きく、コイルの長さ
が長いほど金属アーチファクトが強い結果となった。MVCTでは、金属マーカのコイル系
が大きく、コイルの長さが長いほど視認性が良い結果となった。【結語】治療計画用CT撮影
時での金属マーカのアーチファクトを最小限にし、IGRT時のMVCTで容易に確認可能な金
属マーカの至適サイズを把握することができた。
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O2-47-6
腹部単純X線撮影における銅付加フィルタ使用による線量低減に関する検討
藤田∙祐三（ふじた∙ゆうぞう）1、藤田∙裕斗（ふじた∙ゆうと）2、名取∙晃大（なとり∙こうだい）1、小林∙正佳（こばやし∙まさよし）1、
西野∙敏博（にしの∙としひろ）1

1NHO 大阪医療センター放射線科、2NHO 近畿中央呼吸器センター放射線科

【目的】当院の腹部撮影における入射表面線量は1.39mGyでありDRLs2020が定める中央
値0.93mGyと比較し高値である．先行研究において銅フィルタ0.2mm使用により当院が
基準とする撮影条件85kV，Filter lessと同等のコントラスト比となる管電圧80kVにお
いて35％の線量低減の可能性が示唆されたことから，本研究では腹部撮影において銅フィ
ルタ使用により画質を担保しつつ線量低減が可能であるか検討した．【方法】当院腹部撮影
条件である管電圧85kV，Filter lessにおいて基準線量（A），35％低減線量（B）， 管電圧
80kV，銅フィルタ0.2mmにおいて基準線量（C），35%低減線量（D）とした．CDRADファ
ントムをアクリルファントム20cmで挟み，撮影画像より専用解析ソフトウェアを用いて
inverse of image quality figure（IQFinv）を算出した．また，視覚評価として骨盤ファン
トムを用いたシェッフェの一対比較法による5段階評価（悪い，少し悪い，同等，少し良い，
良い）を行った．評価項目は軟部組織のノイズ，腰椎横突起辺縁の描出，カテーテルの描出，
S状結腸ガス像の描出の4項目とした．【結果】AはCと比較しIQFinvと軟部組織のノイズ，
カテーテルの描出で低値を示した．また，A，DにおいてIQFinv，視覚評価の全項目で差
は認められなかった．BはA，C，Dと比較しIQFinvとS状結腸ガス像の描出を除く全評価
項目において低値を示した．【結語】管電圧80kV，銅フィルタ0.2mm使用において画質を
担保したまま35%の線量低減の可能性が示唆された．

O2-47-5
腹部単純X線撮影における線質の違いが画質に及ぼす影響
藤田∙裕斗（ふじた∙ゆうと）1、藤田∙祐三（ふじた∙ゆうぞう）2、名取∙晃大（なとり∙こうだい）2、金森∙章人（かなもり∙あきひと）1

1NHO 近畿中央呼吸器センター放射線科、2NHO 大阪医療センター放射線科

【目的】一般的に胸部撮影で有用とされている付加フィルタは,DRシステムが普及したこと
で腹部撮影においても臨床的に有用と報告されている.しかし付加フィルタを使用するこ
とで,わずかに被写体コントラストが低下すると報告されている.本研究では付加フィルタ
を使用した腹部撮影において線質の違いが及ぼす画質への影響を評価し,至適線質につい
て検討することを目的とした.【方法】アクリルファントム20cm, 管電圧70kVから90kV, 
Filter Less, Cu 0.1mm, Cu 0.2mmにおいて画像を取得した.軟部組織等価物質と骨等価
溶液を用いてコントラスト比とsignal difference to noise ratio（SDNR）を測定した. ま
たCDRADファントムを撮影しinverse of image quality figure（IQFinv）を測定した. 線
質ごとの被ばく線量の違いを考慮するためSDNR, IQFinvにおいて入射表面線量で正規化し
たfigure of merit（FOM）にて評価した.【結果】コントラスト比を担保した条件下において
臨床撮影条件85kV-Filter lessを基準とした場合,SDNRでは80kV-Cu0.2mm（軟部組織）, 
75kV-Cu0.2mm（骨）で最も高値を示し,FOMは35.0％ , 31.6%向上した. またIQFinvで
は75kV-Cu0.2mmが最も高値を示し,FOMは39.2％向上した.【結論】SDNR（軟部組織）
では80kV-Cu0.2mm , SDNR（骨）とIQFinvでは75kV-Cu 0.2mmにおいてコントラスト
比を担保したまま画質改善の可能性が示唆された.

O2-47-4
中間物質が異なる散乱線除去グリッドにおいて管電圧の違いが画質に及ぼ
す影響
名取∙晃大（なとり∙こうだい）、藤田∙祐三（ふじた∙ゆうぞう）、小林∙正佳（こばやし∙まさよし）、西野∙敏博（にしの∙としひろ）

NHO 大阪医療センター放射線科

【目的】中間物質にAlを用いた散乱線除去グリッドを使用する際，被ばく線量と画質の観点
から撮影管電圧は70kV以上が有効と報告されている．しかし露出倍数の小さい中間物質
としてFiberを用いたグリッドに関する検討はされていない．本研究では中間物質が異な
るFiberとAlグリッドにおいて管電圧の違いが画質に及ぼす影響を評価し，至適管電圧に
ついて検討した．【方法】痩せ型，標準体型の成人腹部を想定しアクリルファントム14cm，
20cmにおいて管電圧60kVから100kVと変化させ画像を取得した．散乱線含有率とブッ
キー係数から算出されるSNR improvement factor（SIF），腎臓を想定したコントラスト
物質（アクリル：厚み1cm）におけるsignal difference to noise ratio（SDNR），CDRAD 
phantomを撮影し専用解析ソフトウェアを用いて算出したinverse of image quality 
figure（IQFinv）により評価した．SDNR，IQFinvにおいて管電圧ごとの被ばく線量の違い
を考慮するため入射表面線量で正規化したFigure of merit（FOM）にて評価した．【結果】
SIFにおいてFiberはAlより高値を示し，その差は管電圧の低下に伴い大きくなる傾向を示
した．SDNRはFiber，Alともに管電圧が大きいほど高値を示した．IQFinvにおいてAlで
は80kV ，Fiberはアクリル厚14cmでは80kV，20cmでは70kVで最も高値を示した.【結
語】FiberはAlと同様にSDNR，IQFinvともに高いFOMを得るためには管電圧70kV以上
を選択する必要があることが示唆された.

O2-47-3
両脚立位膝関節側面X線撮影の紹介
北野∙翔馬（きたの∙しょうま）1、堀川∙良太（ほりかわ∙りょうた）2、清水∙裕也（しみず∙ゆうや）1、鈴木∙友博（すずき∙ともひろ）1、
安部∙俊（あべ∙たかし）1

1国立長寿医療研究センター放射線診療部、2NHO 石川病院放射線科

【背景・目的】近年荷重関節には荷重をかけて X 線撮影を行うことが主流になりつつある。標
準整形外科学では、膝の診察方法として「立位での変形の有無の確認として、立位をとらせ
正面、側面ならびに後方より下肢に変形がないか観察する」と記載されており、膝関節も立
位にて正面・側面像を撮影することが望ましい。高齢者が多い当センターでは整位時に患
者の安全性を確保するため、両脚自然立位膝関節側面撮影を採用した。【撮影手技】関節裂
隙の狭小化を伴う膝 OA の場合は大腿骨遠位が狭小化側への沈み込みや回旋を生じやすい
ため、これらを補正して撮影を行う必要がある。当センターの74症例において、CT Ray-
Sum 画像を用いて検討した結果では、基準正面画像（大腿骨の顆間窩が左右対称となる位
置）から適正側面画像（内顆外顆後縁が揃う位置）になるまでには、正面を撮影した肢位から
身体を横向きにし、膝の矢状面を平均約85度内側へ回旋させるとよいことが分かった。X 
線入射角に関しては、498症例において膝関節立位正面のX線画像から大腿骨内外顆の下
面を通る線と床面とがなす角度を計測したところ頭尾方向に約5度であることが分かった 。
以上のことから、撮影体位は下肢を正面撮影と同じように開いた状態で補助具を跨ぎ、検
側大腿内側の皮膚面をカセッテ側と並行にして軽度外旋させ、X 線は臥位撮影と同様脛骨
上関節面の中央に頭尾方向5度で入射させると大腿骨内外顆が揃いやすい。【結語】撮影ポ
イントである大腿骨遠位の狭小化側への沈み込みや回旋を理解して撮影を行えば再撮影が
少なくなり、臥位撮影にはない世界が診得てくる。
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O2-48-3
令和6年能登半島地震における金沢医療センター DPAT活動報告
桐山∙大輝（きりやま∙だいき）1、松田∙拓也（まつだ∙たくや）2、織田∙裕子（おだ∙ゆうこ）3、小室∙龍太郎（こむろ∙りゅうたろう）4

1NHO 金沢医療センター事務部管理課、2NHO 金沢医療センター事務部企画課、 
3NHO 金沢医療センター看護部、4NHO 金沢医療センター緩和ケア内科

【緒言】2024年1月1日、令和6年能登半島地震が発災した。金沢医療センター（以下当
院）はDMAT（Disaster Medical Assistance Team）を有しているが、これまでDPAT

（Disaster Psychiatric Assistance Team）については有していなかった。しかし今回の災
害で当院に初めてDPATが発足し、珠洲市、能登町において活動したので報告する。【活動
内容】1月19日石川県主催による石川DPAT緊急訓練を演者（業務調整員（事務））および共
同演者（医師（精神保健指定医）、看護師、業務調整員（事務））が受講し、DPAT隊員として
みなし認定された。その後、石川県からの要請により、2月27日（水）から3月1日（金）ま
での間、珠洲市・能登町へ派遣され被災地での活動を行った。27日は移動および半日活動、
28日は珠洲市三崎地区の避難所巡回、29日は能登町小間生地区の避難所を巡回した。1日
は半日活動し、珠洲市のDPAT指揮所撤収および能登町役場への災害カルテ搬送、石川県
のDPAT調整本部へ報告を行った後に活動を終えた。【考察】発災から2カ月が経過してお
り精神医療については通常医療への過渡期であった。発表当日は業務調整員の視点から今
回の災害におけるDPAT活動について皆さんと共に考えたい。

O2-48-2
経時活動記録を共有するシステム開発 
～他施設・後発隊との円滑な情報共有を目指して～
北村∙純一（きたむら∙じゅんいち）、一番ヶ瀬∙智和（いちばかせ∙ともかず）

NHO 嬉野医療センター医療機器管理室

【背景】
本年1月に発生した能登半島地震に対して、国立病院機構からも医療班の派遣が行われた。
災害急性期の情報錯綜に加え、刻々と変化する現地のニーズに対して、災害拠点病院だけ
でなく拠点以外の施設からも、どのような活動を行えばよいか分からない、資機材は何が
必要か、など様々な意見が挙がった。

【目的】
上記の課題に対して、今回、最先発で活動した当院の活動をリアルタイムに共有することで、
後発の医療班や派遣実績が無い施設が抱える、不安や課題を解消できるのではないかと考
えた。しかし、現行のEMISの救護班登録画面には、活動記録を入力する機能が無い。そこ
で、活動状況を記録でき、利用者がPDFに埋め込まれたリンクから記録を参照できるシス
テムを無料で作成した。

【内容】
Googleフォームを利用して、スマートフォンから活動状況の記録ができるシステムを構築
した。本システムでは、発信者と受信者を予め登録したリストから選択できる。また、日
付の自動表示機能に加え、日付が変わった際は自動更新されるようスクリプトを追加した。

【結果】
能登半島地震では九州グループ内7施設が本システムを利用し、迅速かつ正確な活動記録が
できた。また、システムから記録する隊員だけでなく、病院で後方支援する職員も含めて
リアルタイムに情報を共有できた。さらに、画面のタッチ回数を減らし操作の手間を軽減
したことで、入力効率が向上し精度の高い情報を記録することができた。

【結語】
簡単・迅速・効率的な入力ができるよう、引き続きシステムをブラッシュアップしたい。
能登半島地震での活用は九州内7施設に留まったが、今後は機構内の全施設が利用できるよ
うシステムの展開を検討したい。

O2-48-1
能登半島地震の後方支援と課題
大野∙開成（おおの∙かいせい）1、吉田∙磨（よしだ∙おさむ）1、秋山∙一郎（あきやま∙いちろう）2

1NHO 岡山医療センター臨床工学室、2NHO 岡山医療センター乳腺・甲状腺外科

【はじめに】
当院は、能登半島地震において初めて3チームを同時に派遣し、DMAT、ロジスティクスチー
ム（LoT）、医療救護班（救護班）が被災者支援に貢献した。今回、後方支援の役割と今後の
課題について報告する。

【後方支援の内容】
全チームDMAT隊員で編成され、DMAT（医師1名、看護師2名、業務調整員2名）、LoT（助
産師1名）、救護班（医師1名、看護師2名、業務調整員2名）の11名が被災地へ派遣され、
後方支援を行った。派遣期間は、DMATが1月19日~24日、LoTが1月21日~25日、救
護班が1月23日~26日であった。各チームの活動場所や内容に応じて必要物品の選定や装
備の準備、事前に情報提供を行った。被災地では上下水道が使用不可であり、生活用品や
衛生用品の調達に時間を要した。また、移動車両への荷物の積載にはルーフボックスを利
用し、活動期間中はSNSを通じてチーム間の連絡や現状共有を行った。更に定時連絡では
隊員の安否確認や体調管理を行い、後方支援から情報提供した。

【今後の課題】
現在の災害対応プロトコルの改定やロジスティクス体制の構築が今後の重要な課題である。
特に、派遣までの時間が短期間の場合、迅速な物資調達と現地展開が求められる。従って
事前に必要な物品をリスト化し、即座に手配できる体制を整えることが不可欠ではないか
と考えた。また、災害時の物流体系の強化や、被災地の特性に合わせた生活用品や衛生用
品の備蓄・準備も重要な課題であることが示唆された。

【まとめ】
後方支援の重要性が明確になり、病院と支援チームの連携が災害支援の円滑な展開に不可
欠であることが示された。

O2-47-7
正規化平均二乗誤差を用いた仮想グリッド処理使用時における胸部ポータ
ブル撮影条件の検討
今村∙宏次郎（いまむら∙こうじろう）、木原∙聡（きはら∙さとし）、丸山∙裕稔（まるやま∙ひろとし）、井手口∙大地（いでぐち∙だいち）、
白木∙利明（しらき∙としあき）

NHO 熊本医療センター放射線科

【目的】仮想グリッド処理（VG）を用いたポータブル撮影の導入には、撮影条件の再検討が
必要である。再検討には視覚評価や物理評価が用いられ、物理評価として、IQFinv、MTF、
NNPS等がある。これらの評価方法は、専用のファントムやデバイスを必要とし、配置や
解析等の煩雑さが生じる。そこで、比較的簡便な物理的評価指標である正規化平均二乗誤
差（NMSE法）を用いて、VG使用時の胸部ポータブル撮影条件の検討をおこなったので報
告する。【方法】8：1グリッドを使用した当院の胸部ポータブル撮影条件（95kV、3.2mAs、
SID120cm）の画像を基準画像とした。VG使用時において、管電圧90kV、管電流時間積

（mAs）を1mAsから10mAsまで段階的に変化させて胸部ファントムを撮影し、評価画像
とした。NMSE法は、肺野、縦隔、心臓の3か所に関心領域（200×200pixel）を設定し、
それぞれNMSE値を算出した。視覚評価は、京都大学法を参考に6項目による一対比較を
おこなった。有意差検定は、ウィルコクソンの符号順位和検定を用いた。【結果】NMSE法は、
肺野、縦隔、心臓の3か所すべてにおいて2.2mAsでNMSE値が最も低値となった。視覚
評価は、すべての項目において2.2mAs以上で有意差はみられなかった。以上の結果から、
VG使用時の胸部ポータブル撮影条件は90kv、2.2mAsと設定した。【考察】今回用いた
NMSE法は、画像全体での評価ではないため、解剖学的構造に関する評価は不十分である。
しかしながら、比較的簡便に評価可能であり、視覚評価を併用することで撮影条件設定に
有用であると考えられる。【結論】NMSE法は、VG使用時の胸部ポータブル撮影条件の検
討に有用な可能性がある。
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O2-49-2
在宅ハイフローセラピー導入における病棟看護師の役割～ 4症例から振り
返る～
西田∙憲二（にしだ∙けんじ）

NHO 南京都病院看護部

【目的】在宅ハイフローセラピー（以下：HFTとする）指導管理料の保険収載によって、在宅
での使用が可能となっている。しかし、在宅では医療者不在の中、慣れない機器の取り扱
い、加湿水の管理、酸素濃縮器といった機器との繋ぎ変えを、医療者不在の中で行う必要
があるといったハードルが存在する。今回、在宅HFT導入の4症例を振り返り、病棟看護
師の役割を考察したため報告する。【活動内容】症例1：70代女性、日中独居の軽度認知機
能低下のある患者への導入支援について、機器の管理に間隙ができないよう調整を行った。
症例2：80代男性、高流量高濃度での導入となったが、社会資源の利用に拒否的であった。
早期から病棟での実際の機器を使用した指導を繰り返す、家族指導といった介入を行った
が、数日後に再入院となった。症例3：70代女性、理解力はあるが、上下肢筋力の低下、
軽度労作での息切れがあったため、機器の選択、作業療法士との連携により導入支援を行っ
た。症例4：80代女性、機器の管理を行う高齢の夫に対する支援、指導、評価を繰り返す
ことで理解を得ることができ、導入に繋がった。【結論】在宅HFTを導入する患者はいち患
者であるとともに、一生活者として暮らせる工夫が必要である。また、入院早期から準備、
評価を多職種連携の元に行う、そして、使用する患者、実際に機器の管理をする家族へのテー
ラーメイドな支援が病棟看護師の役割となる。

O2-49-1
自閉症スペクトラム障害のある神経性やせ症（AN）の自立排泄に向けた取
り組み
田中∙美香（たなか∙みか）、小岩井∙慶子（こいわい∙けいこ）、圓∙望美（えん∙のぞみ）

国立国際医療研究センター国府台病院看護部

【はじめに】患者参画型看護計画の実践により患者の意識と行動に変化をもたらし、皮膚障
害予防と排泄の自立に向けた関わりができたため報告する。【目的】当病棟は、心療内科と
総合内科の混合病棟で、主な疾患は摂食障害（主にAN）や糖尿病、肺炎である。AN患者の
平均BMIは15.95で低栄養や病的骨突出、運動障害、治療による行動制限のため皮膚障害
ハイリスク患者が多い。その予防対策として保清、保湿、圧分散等を実践しているが、時
に看護師が予防したいという思いと患者の介入されたくないという思いがすれ違い、円滑
に進まないことがある。そこで患者参画型看護計画を活用し、ケアが円滑に進むことを目
的に実践した。【事例紹介】褥瘡の既往があり、自閉症スペクトラム障害のあるBMI9.5の
AN治療目的で入院した40才代の患者でオムツ交換を強く拒んでいた。オムツ内から排泄
物が常に漏れていたため、排泄物が長期付着することでの皮膚障害を説明し「排泄をしたら
1回ごとにおむつ交換をする」ことを何度か提案した。数日後本人より「3時間くらいなら交
換できるかも」と前向きな言葉が聞かれ、それを目標とした。3時間毎の交換の依頼は無かっ
たが徐々に依頼回数が増えた。「凄いね」と評価すると、本人の拒みはなくなり、その後自
身でのオムツを変えたいとの希望があった。オムツ交換方法を指導すると自身で小まめに
オムツ交換することが出来、最終的にトイレでの排泄ができた。【考察】患者の思いを汲み
取り、患者参画型看護計画で患者と共に目標を決定し、実践したことで、患者の意識と行
動に変化をもたらすことができた。それにより皮膚障害の予防と排泄の自立へと繋げられ
たと考える。

O2-48-5
災害派遣のストレスがDMAT隊員に与える影響
小林∙和歌子（こばやし∙わかこ）1、秋山∙一郎（あきやま∙いちろう）2、大野∙開成（おおの∙かいせい）3

1NHO 岡山医療センター看護部、2NHO 岡山医療センター乳腺・甲状腺外科、 
3NHO 岡山医療センター臨床工学室

【目的】
令和6年能登半島地震では災害支援として多くの隊員が活動した。当院からもDMAT、医
療救護班、災害支援ナースなどを派遣し被災者支援に貢献した。そこで今回、活動終了後
の隊員を対象に災害派遣に関するストレスについてのアンケートを行い、その関連性を報
告する。

【方法】
能登半島地震で活動した12名のDMAT隊員を対象に、活動終了直後と活動後にオンライ
ンフォームを用いたアンケートを実施した。調査項目は活動中の業務内容やストレスに関
する20項目で、今後の実働派遣への意欲などを4段階評価した。

【結果】
12名全員から有効回答を得られ、これを分析対象とした。対象者の背景は、30歳代が最も
多く50％、次いで40歳代が33.3％であった。活動期間中、50％がストレスを感じ、その
半数が精神的なストレス（気分の低下、無気力、不安感）を訴えた。身体的なストレスでは、
便秘や下痢などの消化器症状が多かった。活動終了後も42％がストレスを感じ、消化器症
状は改善したが、集中力や決断力の低下を訴えた。今後の災害派遣への参加意欲は83％で
あった。

【考察】
災害派遣は隊員に大きなストレスをもたらし、活動中のみならず活動終了後にも一部の隊
員は精神的ストレスを抱えていた。このことから隊員のメンタルヘルスの管理を含む支援
体制の充実は災害前後の一定期間にわたって有用であり、隊員のモチベーションとパフォー
マンスの向上に寄与すると考えられた。今後は、派遣1年後など、中期的な影響を調査する
予定である。

【まとめ】
能登半島地震の際に活動した隊員を対象に行ったアンケート調査から、災害派遣における
隊員のストレス管理の実態と支援体制の重要性が明らかになった。

O2-48-4
令和6年能登半島地震　DMAT出動を経験して～安全管理の重要性～
中矢∙亮（なかや∙りょう）1、大北∙信哉（おおきた∙しんや）2

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター医療機器管理センター、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター脳神経外科

【背景】令和6年1月能登半島沖を震源とするM7.6の地震が発生した。最大震度7、大津波
警報が発令し全国のDMATが自動待機要請となった。発災直後から隣県のDMAT隊が参集
し活動を行った。発災10日後、香川県にも派遣要請があり当院も出動することとなった。
任務中に危険なルートを進むことが予測された状況であった。【活動内容】統括資格を持つ
医師1名、看護師2名、業務調整員2名構成とした。救急車、公用車の2台で陸路を選択し
た。参集拠点で能登町保健医療福祉調整本部配属となり現地までの安全管理が課題となっ
た。道中は国道249号で片道4時間ほどかかる大渋滞となっており道路の損壊、家屋の倒
壊、路肩の残雪など多くの危険因子が存在した。そのため先行車がトランシーバーで危険
情報を共有するなどの対応を要した。また、ガソリンスタンドはないと考え携行缶を準備
した。調整本部ではすぐ近くの宇出津総合病院支援指揮所で指揮所活動することが決定し
た。病床数削減中で、搬送任務を継続していた。搬送先は石川県立中央病院に一本化して
おり、片道4時間以上を要する。推定酸素使用量をあらかじめ計算し搬送部隊に共有し酸素
残量が少ない場合は指揮所部隊のボンベを提供する方針とした。【考察】道中の安全管理は
トランシーバーで先行車から危険情報を共有し、安全に走行ができたと考える。指揮所活
動では患者の酸素提供の安全管理はできていたが、搬送DMAT隊の車両スタック時の食料
やトイレの有無については管理ができていなかった。【結語】任務中の安全管理を考えるの
はロジの役目であり患者や支援する病院の職員、DMAT隊すべての安全を見渡せるような
スキルを身につけたいと感じた。
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O2-49-6
消化管術後患者の早期離床を阻害する因子の分析～早期離床を促進するた
めの関わり～
西山∙麻美（にしやま∙あさみ）、古田∙未来（ふるた∙みく）、堀口∙絢美（ほりぐち∙あやみ）、溝田∙恵里佳（みぞた∙えりか）、
松本∙和佳子（まつもと∙わかこ）

NHO 九州医療センター消化器センター（消化管）

【目的】周術期看護の中で、ADLが自立していた患者が手術後は離床が進まずADLの低下
を招いていることがあり、ADL低下による二次的合併症の発症、入院の長期化、自宅への
退院困難など様々な問題も生じている。そこで早期離床の阻害因子を明らかにすることで、
術前のオリエンテーションや患者指導、根拠に基づいたケアによるスムーズな離床に繋げ
る。【方法】研究期間：2023年5月～ 12月、対象患者：期間内に手術を受けた消化管術後
患者の中で入院時に歩行が自立している患者101名。データ収集方法：電子カルテおよび
離床時の看護師による症状観察。分析方法：離床できた群と離床できなかった群に分け、
対象の属性と早期離床に影響を及ぼす要因に対するP1検定。倫理的配慮：倫理審査委員会
の承認後、研究へ参加者に対し口頭と文書で同意を得た。【結果】「性別」「ドレーン」「不
穏」の3項目で有意差が得られた。「創痛」と「EPI/PCA」の項目では、有意差は認められな
かったが、他の項目よりも有意な傾向であった。【考察】創痛とEPI/PCAに関しては、有意
差は認められなかったが有意な傾向であったことから、創痛軽減による離床の促進効果は
あると言える。ドレーン留置には身体的、精神的苦痛を伴うため、術後は環境整備を心がけ、
患者が安心して過ごせるようにルート類の適切な管理方法を説明していくことで、苦痛の
軽減につながると考える。【結論】離床できなかった要因として「性別」「ドレーン」「不穏」
について有意差が認められた。

O2-49-5
老人クラブで入所者がより安心・安全に過ごすための取り組み
藤井∙雅子（ふじい∙まさこ）、中島∙康智（なかしま∙やすとも）、大饗∙直樹（おおあい∙なおき）

国立療養所長島愛生園外来

【目的】老人ｸﾗﾌﾞに参加する入所者の状況を示している入所者情報一覧表（以下一覧表とす
る）の改訂後、入所者が治療上必要な制限やADL介助を受けられることができているかを
明らかにする【方法】老人ｸﾗﾌﾞに参加する入所者の現状を舎籍のある部署から聞き一覧表を
改訂する。改訂した一覧表を活用し、老人ｸﾗﾌﾞに参加した入所者と部署の職員の意見を聞く。

【結果】参加する入所者の現状として、令和元年作成時の一覧表と比較すると、飲水量・菓
子類の制限内容に変更があった入所者、ADL介助の必要な入所者が増えていた。一覧表の
改訂は、｢飲水量・菓子類の摂取制限｣ ｢ﾄｲﾚ介助｣ ｢連絡・報告｣ ｢注意点｣ ｢緊急時連絡先
｣の項目と個別に使用するｺｯﾌﾟの写真を追加し誰が見てもわかるようにした。見直しは定期
的に行い、各部署から申し出があった時は随時行った。一覧表を活用し、飲食摂取量の情
報を老人ｸﾗﾌﾞの職員と部署の職員が共有した。入所者の反応は、｢好みに合った飲み物がす
ぐに提供されるので嬉しい｣ ｢ﾄｲﾚにいくのも適切に介助してくれるので安心｣と返答があっ
た。また、意志疎通が困難な入所者に対し、注意点を参考に座る位置や会話のｻﾎﾟｰﾄを行う
ことで笑顔が見られた。部署の職員からは｢老人ｸﾗﾌﾞでの摂取量がわかるので、ｾﾝﾀｰでの摂
取量の調整がしやすい｣、他の介護者からは｢一覧表があると、老人ｸﾗﾌﾞでの手伝い時ｽﾑｰｽﾞ
な介助ができる｣とあった。【結論】一覧表を改訂することで入所者の要望にも対応でき、共
有した内容について、継続的な看護・介護につなげることができた。一覧表の活用により
他の介護者でも統一した個別性のある介助を行うことができた。

O2-49-4
緊急産後ケア入所で育児不安が強い母児を受けた1症例
西山∙千晴（にしやま∙ちはる）

NHO 大阪医療センター産科

【はじめに】当院は大阪市と委託契約をし、令和元年度より産後ケア事業を開始した。需要
が高く、令和5年度は年間371件利用があった。育児不安が強く希死念慮のあった褥婦が、
育児支援体制を整え、退院に至ったケースを報告する。【倫理的配慮】個人が特定できない
ように十分な倫理的配慮を行った。また、発表にあたり所属施設の承認を得た。【事例紹介】
30代前半女性　初産婦　生後2 ヶ月時点で保健福祉センターより直接当院へ電話連絡があ
り緊急で産後ケア利用となり、育児不安から希死念慮、不眠症状が出現していた事例。【看
護実践】利用開始後、臨床心理士との面談実施。その後、児と離れ休息できる環境を整え、
不安を傾聴するが希死念慮や不眠、強い育児不安は解消されず、母子での帰宅困難と判断、
児のみ医療保護入院とした。育児の支援者不足が今回の事態を招いたとして、保育園の入
所手続きや、訪問看護が利用できるよう調整した。また、児の予防接種は当院小児科で実
施し、母子の状況を見守ることができるようにし、児は自宅へ退院できた。【考察】カンファ
レンスを開催し、様々な視点からの意見を聞くことで対象に必要な支援は何であるのか考
えることができた。他職種や地域と連携することで、母親が安心して育児が行える環境調
整ができたと考える。【まとめ】緊急入所を受け入れるにあたり安心して産後ケアを利用し
てもらうために、円滑な保健センターとの情報共有や多職種で連携が取れる体制が必要で
ある。

O2-49-3
心臓移植後妊娠への周産期病棟としての取り組み
宮西∙志穂（みやにし∙しほ）、湯本∙洋子（ゆもと∙ようこ）、執行∙恵子（しぎょう∙けいこ）、井澤∙典子（いざわ∙のりこ）

国立循環器病研究センター産婦人科

【目的】移植を受けた患者は、妊娠においても通常の周産期管理と免疫抑制剤の服用、感染
予防など健康管理が必要となる。A病院で初めての心臓移植後患者の妊娠・分娩・産褥期の
看護を通し、今後の心臓移植患者の周産期管理について一考察を得たので報告する。【対象】
A氏30代、初産婦、成人期に拡張型心筋症を発症、心臓移植後の検査で妊娠可能と判断され、
長期間、免疫抑制剤を妊娠可能量に調整し自然妊娠成立。無痛分娩にて出産。【結果・考察】
免疫抑制剤内服により妊娠高血圧腎症、妊娠糖尿病などの合併症が発症しやすくA氏も腎
機能悪化により妊娠32週から管理入院となった。移植後患者の看護経験が少なく勉強会を
開催し知識の向上を図った。分娩時期が近付き、不安が増大していくA氏の思いに寄り添い、
産婦人科・麻酔科医、薬剤師、移植コーディネーターと情報共有し必要なケアの検討を行い、
分娩を支援した。産後は育児とA氏の健康管理の両立を目指し退院後の生活を見据えた育
児指導やサポート体制の確認、免疫抑制剤内服による感染予防など、A氏に必要な患者教育
を実施し、産褥14日目に母児ともに退院した。『腎移植後に妊娠・出産したレシピエント
の経験・心情を理解し、各時期に応じたサポートをしていくこと、心理面に配慮した慎重
な対応が重要』1）とあり、心臓移植においても罹患から心臓移植、妊娠に至るまでの患者の
思いを理解し、患者に応じた育児・生活指導が重要であると考える。【結論】長期の闘病生
活を送り妊娠に至った思いを十分理解し寄り添うことが重要である。また、退院後の育児
や生活を見据え多職種と情報共有し、患者の健康管理行動につながる支援が必要である。
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O2-50-4
脊髄硬膜動静脈瘻の血管内治療における仮想透視画像の有用性
神崎∙貴大（かんざき∙たかひろ）、田中∙善啓（たなか∙よしひろ）、大塚∙和人（おおつか∙かずと）、山野∙一義（やまの∙かずよし）

NHO 水戸医療センター診療放射線科

【背景】脊髄硬膜動静脈瘻（dural arteriovenous fistula :以下 dural AVF）とは、脊髄の正
常血流が障害され、脊髄のうっ血を来たして各種の脊髄障害症状を起こす。治療法として
血管内治療があるが、dural AVFは発生頻度が低く、日常診療で遭遇する機会が少ない且
つ、血管構築は複雑かつ微細で、タイプによっては血管内治療が重篤な合併症のリスクを
有し、血管造影手技やその所見の理解、血管内治療にはある程度の経験を要する。【目的】
仮想透視画像は松本らが考案したものであり、外傷IVRにおける有用性については多く報
告されている。しかし、dural AVF症例に対する具体的な報告は見当たらない。今回、後
ろ向け検討により仮想透視画像の有無による有用性を報告する。【対象・方法】2013年1月
から2024年5月までに水戸医療センターでdural AVFの血管内治療を行った患者に対し、
仮想透視画像の有無を基準とした後ろ向きコホート研究した。【結果・考察】仮想透視画像は
従来のCT画像による術前画像情報とは異なり、目的とする動脈を探るのではなく、各脊髄
血管及び責任血管部位までのカニュレーションすることが可能であり、部位までのカテー
テル操作の時間短縮を実現することができ、術者（脳神経外科医）からも高い評価を得た。

O2-50-3
急性虚血性脳卒中患者における医療アクセスと入院死亡の関連
笹原∙祐介（ささはら∙ゆうすけ）1、権∙泰史（ごん∙やすふみ）2、飛田∙英祐（ひだ∙えいすけ）1

1大阪大学大学院医学系研究科医療データ科学共同研究講座、 
2大阪大学医学部附属病院神経内科・脳卒中科

急性虚血性脳卒中（Acute ischemic stroke: AIS）は発症後早期に適切な治療を受けられな
い場合,後遺症や死亡をもたらす重篤な疾患である. 迅速な治療開始に影響を与える要因の
一つに医療機関への近接性があるがAIS患者における医療機関への近接性と入院死亡の関連
はエビデンスが少なく検討が必要である. 
JROAD（The Japanese Registry Of All cardiac and vascular Diseases）-DPCデ ー
タベースから2015年4月1日から2020年3月31日の入院症例を対象に主病名が脳梗塞

（ICD-10:I63）の症例525,689例を抽出した. 近接性指標として居住地の急性期医療密度
（ACDI）及び自宅病院間距離を用いた. ACDIは二次医療圏データベース Ver10.0.2を利用
し,自宅病院間距離は郵便番号よりデカルト距離を算出した. これらの指標は四分位でカテ
ゴリ化し（Q1からQ4に従いACDI低下または長距離化）,入院死亡の有無との関連を一般
化線形混合モデルで評価した. 
大都市でACDIと入院死亡に関連が認められQ1に対する調整オッズ比はQ2が1.16（信頼
区間: 1.02-1.31）,Q3が1.23（1.10-1.39）,Q4が1.35（1.19-1.53）であり地方都市も同じ
傾向であった. 過疎地域は自宅病院間距離が中央値以降で入院死亡と関連がみられQ1に対
する調整オッズ比はQ2が0.90（0.79-1.02）,Q3が0.84（0.74-0.95）,Q4が0.78（0.68-
0.89）であった. 
大都市及び地方都市にて居住地の急性期医療密度と入院死亡の関連が示唆された. 一方,過
疎地域は急性期医療密度や自宅病院間距離では説明できない要因の存在が示唆された. 医療
機関への近接性は迅速な治療開始に影響を与える要因の一つであるが過疎地域は高度医療
センターに迅速に搬送する仕組みが奏功している可能性が考えられた. 

O2-50-2
Convex hullを用いた不整な脳動脈瘤の形態学的考察
岸本∙智之（きしもと∙ともゆき）1、石田∙藤麿（いしだ∙ふじまろ）1、平山∙亮太（ひらやま∙りょうた）1、
池澤∙宗成（いけざわ∙むねなり）1、山本∙陽子（やまもと∙ようこ）1、古川∙和博（ふるかわ∙かずひろ）2、辻∙正範（つじ∙まさのり）3、
深澤∙恵児（ふかざわ∙けいじ）1

1NHO 三重中央医療センター脳神経外科、2ひさい脳神経外科クリニック脳神経外科、 
3三重大学大学院医学系研究科脳神経外科学

【目的】疫学的研究により，未破裂脳動脈瘤の破裂リスクは不整な形状で高まると示され
たが，その診断は観察者の主観的評価に基づく．そこで不整の程度を定量評価するため，
Convex hullを用いた形態学的指標を計算し，破裂状態の診断精度を検討した．

【方法】3D-CT angiographyで 診 断 さ れ た183個 の 脳 動 脈 瘤 を 対 象 と し た．DICOM
をMimics Innovation Suite24.0に取り込み，動脈瘤形状をstreolithographyで出力
し た．Python3.12を 用 い て，stereolithographyの 節 点 座 標 の 凸 集 合 で あ るconvex 
hullを作成した．Convex hullの体積と表面積を測定し，不整な形状を評価する指標 
irregularity indices（undulation volume index,UVI; undulation area index,UAI; 
elipiticity index,EI）を 計 算 し た． さ ら に 脳 動 脈 瘤 のprimariy variables（aneurysm 
depth, projection length, maximum size）を 測 定 し，shape indices（apsect ratio, 
projection ratio, size ratio, spatial projection ratio）を計算し，Brunner-Munzel検定
とROC解析で診断精度を比較し，多変量解析を行った．

【成績】破裂動脈瘤（100個）は未破裂動脈瘤（83個）より，全ての指標で有意に高値であっ
た．ROC解析ではprimary variablesの中で projection lengthの診断能が最も高く，
AUC 0.736（95％ CI：0.662-0.811）であった．Spatial projection ratioおよびEIは，
それぞれ0.813（95％ CI：0.752-0.834），0.831（95％ CI：0.772-0.891）といずれも
projection lengthより有意に高かった．多変量解析では，EIは破裂状態に関して独立した
有意な指標であった．

【結論】EIは脳動脈瘤の破裂状態の診断に最も有用な形態学的指標で，破裂リスクとの関連
が示唆された．

O2-50-1
Lateropulsionに対する仮想現実技術を用いた体性認知協調療法の効果
大井∙雄太（おおい∙ゆうた）、中田∙章弘（なかた∙あきひろ）、長谷川∙洋平（はせがわ∙ようへい）、古丸∙裕二郎（こまる∙ゆうじろう）、
井上∙靖夫（いのうえ∙やすお）、法里∙高（ほうり∙たかし）、江橋∙洋平（えばし∙ようへい）、沢田∙裕之（さわだ∙ひろゆき）、
朝田∙孝優（あさだ∙たかまさ）、山口∙和美（やまぐち∙かずみ）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センター脳神経外科

【目的】脳血管障害によって生じるlateropulsionは日常生活障害をもたらす後遺障害の一つ
であるが，治療法は十分に確立されているとはいえない．今回，仮想現実（Virtual Reality, 
VR）ガイド下体性認知協調療法（Somato-Cognitive Coordination Therapy, SCCT）を
入院して3週間後より実施し，lateropulsionの改善を得た症例を経験したため報告する．

【症例】対象は80代女性，右利き．既往歴：くも膜下出血，糖尿病，高血圧，脳梗塞．数
日前発症の右中大脳動脈狭窄に伴う急性期脳梗塞（発症前mRS：3, 入院時NIHSS：21点）
で当院へ入院となった．入院後，NIHSSは右上肢4点，右下肢4点まで悪化し，重度の
lateropulsionを呈していた．【方法】入院3週間後よりmediVR社製mediVR カグラを用
いたSCCTを週に2-3回（1回あたり20分程度）実施した．SCCTでは自己身体や外界環境
の見えないVR空間に没入させ，視覚的な刺激量を統制した上でVR空間内に出現するオブ
ジェクトに対し左右交互の座位リーチング課題を実施した．また，治療効果の評価 には
Scale for Contraversive Pushing（SCP）を用い，入院12日目・21日目（SCCT初回実施日）・
38日目・62日目に計測した．【結果】SCPは入院12日目（姿勢2，外転と伸展1.5，修正抵
抗1），21日目（姿勢2，外転と伸展2，修正抵抗1），38日目（姿勢2，外転と伸展1.5，修
正抵抗1），62日目（姿勢2，外転と伸展0.5，修正抵抗1）であり，姿勢や修正抵抗では評
価値上の変化を認めなかったが，外転と伸展については2から0.5まで改善が得られた．【結
論】脳血管障害に伴う重度のlateropulsionに対するSCCTは，非麻痺側上下肢の押す現象
を改善させるのに有用である可能性が示唆された．
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O2-51-2
腹腔鏡下にて切除し得た腹壁内solitary fibrous tumorの1例
山路∙隆斗（やまじ∙たかと）、林∙麻未（はやし∙まみ）、辰巳∙亜依（たつみ∙あい）、林∙泰三（はやし∙たいぞう）、
大森∙隆夫（おおもり∙たかお）、信岡∙祐（のぶおか∙ゆう）、湯淺∙浩行（ゆあさ∙ひろゆき）、下村∙誠（しもむら∙まこと）

NHO 三重中央医療センター消化器外科

孤立性線維性腫瘍（solitary fibrous tumor；SFT）は，間葉系細胞を由来とする比較的ま
れな腫瘍である．SFTは胸膜を好発部位として全身に発生するが，腹壁内から発生した報
告は少ない．今回，我々は腹壁内SFTに対して，腹腔鏡下にて切除し得た症例を経験した
ので報告する．症例は59歳，女性．血液検査で肝機能障害を指摘され，当院消化器内科
を紹介受診した．腹部超音波検査で骨盤内に48×26mm大の境界明瞭，内部が均一な低
エコーを示す充実性腫瘤を認めた．造影CTで腫瘤は不均一な造影効果を伴う46×26mm
大の境界明瞭な腫瘤であった．MRIではT1強調像とT2強調像で低信号，拡散強調像で高
信号を呈した．腫瘍マーカーはCEAが6.3ng/mlと軽度上昇していたが，AFP，CA19-9，
CA125は陰性であった．消化管間質腫瘍などを疑い，腹腔鏡下腫瘤摘出術を施行した．腫
瘤は正常な腹膜下に半球状の隆起として観察された．腹膜を切開し，腫瘤から周囲の組織
を剥離した．下腹壁動脈からの栄養血管を凝固切離し，腫瘤を核出した．病理組織学的検
査では紡錘形細胞が束状，錯綜状に増殖し，免疫染色はCD34陽性，STAT6陽性でSFTと
診断した．経過は良好で，術後2日目に退院した．術後5か月現在，再発なく経過している．

O2-51-1
稀な組織型を呈した仙骨前腫瘍の一例
吉田∙万里安（よしだ∙まりあ）、旗手∙和彦（はたて∙かずひこ）、杉山∙裕香（すぎやま∙ゆうか）、岩井∙貴寛（いわい∙たかひろ）、
須藤∙有（すどう∙ある）、鶴丸∙裕司（つるまる∙ゆうじ）、大友∙直樹（おおとも∙なおき）、桑野∙絋治（くわの∙こうじ）、
大越∙悠史（おおこし∙ゆうじ）、飯塚∙美香（いいずか∙みか）、坂本∙友見子（さかもと∙ゆみこ）、森谷∙宏光（もりや∙ひろみつ）、
二渡∙信江（ふたわたり∙のぶえ）、金澤∙秀紀（かなざわ∙ひでき）

NHO 相模原病院外科

＜はじめに＞仙骨前部は胎児期に多数の胎児期組織の存在を認め，それにより同部位に
様々な種類の腫瘍の発症を認める．仙骨前腫瘍のひとつである神経鞘腫は，末梢神経の
Schwann細胞から発生し，四肢，頭頸部に好発する．＜目的＞今回われわれは術前に診断
し得た比較的稀な下部直腸に近接した骨盤内神経鞘腫を経験したので報告する．＜症例＞
80歳代男性．4年前に前立腺癌と診断された際に仙骨前部の腫瘍を指摘されていた．2 ヶ
月前に両側水腎症を認め，尿管ステントを挿入され加療目的に当科紹介受診となった．腹
部造影CT検査は，仙骨前面に13×11cm大の一部軽度の壁肥厚を伴う嚢胞性腫瘤を認め
た．骨盤MRI検査では左仙骨孔から連続する腫瘍を認めた．腫瘍の増大傾向，腫瘍の影響
による両側水腎症を手術適応と判断し，神経鞘腫の診断で手術を施行した．病理診断は通
常のschwannomaと比較して変性の程度が高度である非常に稀なAncient schwannoma
と診断された．術後5年経過し再発兆候は認めていない．＜考察＞神経鞘腫は末梢神経の 
Schwann細胞から発生する腫瘍とされ，後腹膜発生は0.7-2.7%と比較的まれと報告され
ている．診断には特異的な所見に乏しく，臨床症状と画像診断による確定診断は困難なこ
とが多い．悪性は約2％の報告がある．治療は，被膜を含めた外科的摘出を原則とする．神
経原性腫瘍の由来神経によっては，術後に重篤な神経障害を来すこともあるため，切除の
適応や摘出範囲については慎重な判断かを求められる．＜結語＞神経鞘腫を疑う後腹膜腫
瘍に対する手術は，悪性を否定しつつ神経障害を回避することが重要である． 

O2-50-6
演題取り下げ

O2-50-5
血管内異物による血栓形成が原因と考えられた奇異性脳塞栓症の1症例
武田∙尚樹（たけだ∙なおき）1、石橋∙はるか（いしばし∙はるか）2、正廣∙宣樹（しょうひろ∙よしき）2、張∙越（ちょう∙えつ）3、
琴崎∙哲平（ことざき∙てっぺい）2、末田∙芳雅（すえだ∙よしまさ）2、富吉∙秀樹（とみよし∙ひでき）3

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター脳神経内科、 
3NHO 東広島医療センター放射線科

【症例】
52歳女性

【現病歴】
卵巣癌の化学療法目的で2018年に中心静脈ポートを挿入された．化学療法終了後，2022
年には逆血不良となり，抜去が考慮されていた．2023年5月に左片麻痺，呂律困難を認め
救急搬送された．

【来院時身体所見】
左上下肢麻痺と構音障害，意識障害を認め，NIHSS 21点であった．

【検査所見】
一般血液検査所見，生化学検査所見および凝固系検査で異常所見は認めなかった．頭部
MRI検査では右中大脳動脈灌流域にDWI高信号を呈し，MRAでは右中大脳動脈は起始部
より描出不良だった．心電図では心房細動は指摘されなかった．

【経過】
塞栓性脳梗塞と診断した．rt-PA療法および血栓回収療法を施行し，発症200分でTICI 
grade3の再開通を得た．翌日の神経所見はNIHSS 0点と改善した．体幹部造影CT検査で
CVポートが断裂し，カテーテルの先端が上大静脈へ遺残している所見を認めたため，経皮
的血管内異物除去術を施行した．経食道超音波検査では卵円孔に2mm大の開存を認めた．
下肢静脈超音波では左腓骨静脈に血栓を示唆する所見を認めた．血管内異物による血栓症
あるいは下肢静脈血栓症が原因の奇異性脳塞栓症として抗凝固療法を行った．第30入院病
日に自宅退院した（退院時NIHSS 0，mRS 1）．

【考察】
中心静脈ポートとカテーテル離断の発生頻度は0.3-2.9%と報告されている．離断したカ
テーテルの先端が血管内に残存すると，血栓症を引き起こす可能性があるが頻度は不明で
ある．本例では脳塞栓症の原因となり得る凝固系の異常や脳血管障害のリスク因子を有し
ておらず，卵円孔開存による離断カテーテルの血栓が原因の奇異性脳塞栓症が疑われた．
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O2-51-6
演題取り下げ

O2-51-5
Stage IV大腸癌の治療効果の予測因子としてのリンパ節転移組織像
横山∙省三（よこやま∙しょうぞう）、松村∙修一（まつむら∙しゅういち）、田宮∙雅人（たみや∙まさと）、堀∙雄哉（ほり∙ゆうや）

NHO 南和歌山医療センター外科

Stage IV大腸癌は、外科的切除や抗がん剤によりR0の状態となり長期生存する症例が存
在する。われわれは、リンパ節転移組織型をTubular-type、Cribriform-type、Poorly 
differentiated-typeおよびMucinous-typeに分類し、大腸癌の転移・予後との関連につい
て報告してきた。本研究では、Stage IV大腸癌のリンパ節転移組織型と遠隔転移切除率と
5年生存の有無を比較検討した。対象は2011年1月より2018年12月までの原発巣を切
除したリンパ節転移陽性異時性同時性Stage IV大腸癌88例で、リンパ節転移組織型により
Tubular-type group（18例 ）、Cribriform-type group（54例 ）、Poorly differentiated-
type group（15例）、Mucinous-type group（1例）の4つのグループに分類した。遠
隔転移切除率は、Tubular-type groupで9例（50％）、Cribriform-type groupで11例

（20.1％）、Poorly differentiated-type groupは1例（0.02）％、Mucinous-type group
で1例（100％）であった。さらにTubular-type groupの2例で化学療法にて病変が消失し
5年生存を得た症例が存在した。Tubular-type groupは現在行われている手術および化学
療法でコントロールできる可能性があり積極的な転移巣切除が奏功する可能性がある。

O2-51-4
IgG4関連腎臓病を合併した進行上行結腸癌に対して腹腔鏡下結腸右半切
除術を行った1例
内田∙史武（うちだ∙ふみたけ）、鄭∙暁剛（てい∙しょうこう）、丸山∙圭三郎（まるやま∙けいざぶろう）、森山∙正章（もりやま∙まさあき）、
小山∙正三朗（おやま∙しょうさぶろう）、渋谷∙亜矢子（しぶや∙あやこ）、和田∙英雄（わだ∙ひでお）、黨∙和夫（とう∙かずお）

NHO 嬉野医療センター消化器外科

症例は85歳の男性で，9年前に咳嗽の精査で行ったCTで縦郭リンパ節腫大，膵腫大，後
腹膜の肥厚を認め，血液検査でIgG4高値であり，IgG4関連疾患を疑われたが，気管支鏡
検査で確定診断が得られず，近医で経過観察となっていた．3 ヶ月前の血液検査で腎機能障
害が出現し，当院腎臓内科を紹介受診した．Cre 3.2mg/dLと腎機能障害あり．CTでは縦
郭リンパ節腫大，膵腫大，後腹膜の肥厚はいずれも若干改善がみられていた．腎生検の結果，
免疫染色でIgG4の沈着を認め，IgG4関連腎臓病と診断された．PSL 35mgを開始し，腎
機能障害は徐々に改善したため，PSLは10mgまで減量した．貧血の進行も認めており，下
部消化管内視鏡検査を行ったところ，上行結腸に3型病変を認め，生検で腺癌の診断が得ら
れた．手術目的に当科紹介となった．IgG4関連腎臓病を合併した上行結腸癌，cT3N0M0, 
cStagIIaの診断で手術を行う方針とし，腹腔鏡下結腸右半切除術，D3郭清を行った．IgG4
関連疾患合併例であり，後腹膜の線維化による手術困難を危惧していたが，手術は問題な
く行うことができた．病理組織診の結果pT3（SS）N1a，pStagIIIbの診断となった．年齢，
腎機能障害を考慮し，術後補助療法は行わない方針とした．術後3年が経過し，再発は認め
ていない． IgG4関連疾患では悪性腫瘍合併リスクが3.5倍高まる可能性があるとする報告
がある．IgG4関連疾患を合併した大腸癌は，後腹膜線維症のため手術が困難であったとす
る報告が散見されるが，自験例は問題なく手術を行うことができた．IgG4関連疾患はステ
ロイドへの反応が良好であり，自験例もステロイドによって腎機能障害が改善し，後腹膜
線維症の影響も少なかったのではないかと考える．

O2-51-3
腸間膜静脈硬化症に合併した下行結腸癌の1例
山上∙英樹（やまがみ∙ひでき）1、齋藤∙善也（さいとう∙よしなり）1、前田∙敦（まえだ∙あつし）1、渡邊∙一教（わたなべ∙かずのり）1、
青木∙裕之（あおき∙ひろゆき）1、玉川∙進（たまがわ∙すすむ）2

1NHO 旭川医療センター外科、2NHO 旭川医療センター病理診断科

【はじめに】腸間膜静脈硬化症（mesenteric phlebosclerosis）は大腸壁内から腸間膜静
脈に膠原線維の増生や石灰化を生じ、静脈還流障害により腸管の慢性虚血性変化を来す稀
な疾患である。更に本症で大腸癌を合併した症例報告は少なく、発癌との因果関連は現時
点で不明である。今回、当科で経験した腸間膜静脈硬化症に合併する下行結腸癌の1手術
例に関して文献的情報を加えて報告する。【症例】85才の女性で、嘔吐と腹部膨満を主訴
に当院へ来院された。CTにて下行結腸を原因とする大腸イレウスと診断され入院し、大
腸内視鏡検査を行い同部位に狭窄を伴う亜全周性の2型腫瘍を確認、経肛門イレウス管の
留置となった。腫瘍生検よりGroup5（tub2＞tub1）、その後の全身検索にて下行結腸
癌 cT4aN0M0,cStage IIbと診断された。血液検査ではHb 7.4と貧血を示し、腫瘍マー
カーはCEA 40.8,CA19-9 8.1,AFP 3.3とCEA高値であった。その他にCTで右側結腸優
位に腫瘍周囲まで広範囲の腸間膜～大腸壁辺縁の血管に石灰化所見を認め、腸間膜静脈硬
化症の併存が診断された。清肺湯を他医から長期に処方されていた。入院15日目に腹腔
鏡下結腸亜全摘術 D3を施行、吻合は回腸-S状結腸の三角吻合を選択した。手術時間349
分、出血量86mlを要した。壁側腹膜と腫瘍に癒着を認め合併切除したが、最終病理診断は
D,Type2,65x35mm,tub1＞tub2,Ly0,V1a,BD1,Pn1a,pT3pN0M0,pStage IIaであった。
摘出標本における静脈石灰化は上行～下行結腸の腫瘍周囲まで広範囲にみられ、大腸粘膜
に異常無く、腸壁内の細血管には中膜の肥厚が認められた。縫合不全や麻痺性イレウス等
の合併症無く、術後9病日に退院した。現在まで無再発で約3年を経過している。
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O2-52-4
喉頭全摘術後に後天性血友病Aと診断された 1 例
高島∙輝直（たかしま∙てるただ）1、蠣崎∙文彦（かきざき∙ともひこ）2、小松田∙健人（こまつだ∙けんと）2、加藤∙駿（かとう∙しゅん）2

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター耳鼻咽喉科

【症例】77歳男性。3 ヶ月前からの嚥下困難、摂食障害を主訴に前医受診し、喉頭腫瘍を指
摘され当科受診した。喉頭ファイバーで声門上に大きな腫瘤を認め、緊急で局所麻酔下気
管切開術と喉頭腫瘍からの生検を施行した。病理診断で扁平上皮癌となり、喉頭全摘術、
両頸部郭清術、甲状腺全摘術、気管前傍郭清術の方針とした。【治療経過】手術までの待機
期間に腫瘍からの出血とHb低下を認め、照射赤血球を頻回に投与した。術直前検査にて
PT-INR、APTTの延長を認めFFPの投与を行なった。手術の際に創部全体からの出血傾向
が見られ止血に難渋した。術中2000mL以上の出血があり、アルブミン製剤1単位、FFP6
単位を投与した。術後2日目に出血傾向と創部血腫を認めたため、止血術を施行した。その
後も出血傾向が続いたため凝固因子の採血を行い、第VIII凝固因子活性の著明な低下を認め
後天性血友病Aが疑われた。術後9日目に胸部レントゲンから血胸が疑われ、胸腔穿刺で血
胸と診断された。術後13日に血胸による出血性ショックが原因と考えられる心肺停止をき
たし死亡した。その後に高力価の第VIII凝固因子インヒビターを認め、後天性血友病Aの診
断となった。【考察】後天性血友病Aは膠原病や悪性腫瘍、分娩などを背景に第VIII因子に
対する自己抗体が産生される重篤な出血性疾患である。本症例においては喉頭癌が誘因と
考えられた。術前からの低栄養や腫瘍からの持続的な出血があり本疾患を疑いにくく、血
液内科専門医が院内に不在であったことが早期診断に至らなかったと原因と考える。【結語】
後天性血友病Aは稀な疾患であるが悪性腫瘍に併発することがあり、出血傾向を認めた場
合は本疾患を念頭に置くべきである。

O2-52-3
ESD（内視鏡的粘膜下層剥離術）術中に喉頭浮腫を来した下咽頭癌の2例
森∙明日華（もり∙あすか）1、清水∙勇一（しみず∙ゆういち）2、戸田∙喜子（とだ∙きこ）2、張∙辛寒（ちょう∙しんかん）2、
伊藤∙淳（いとう∙じゅん）2、多谷∙容子（たや∙ようこ）2、加藤∙新（かとう∙しん）2、中積∙宏之（なかつみ∙ひろし）2、
馬場∙麗（ばば∙うらら）2、蠣崎∙文彦（かきざき∙ともひこ）3

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター消化器内科、 
3NHO 北海道医療センター耳鼻咽喉科

【症例1】70歳代男性。胃癌および食道癌ESDの施行歴あり。フォローの上部消化管内視鏡
で食道病変が疑われ、前医から精査目的に紹介。当院で内視鏡検査を再度施行し、右梨状
陥凹に下咽頭癌を認めた。生検では前癌病変であったが、上皮下浸潤癌を疑い下咽頭ESD
を施行した。術中に披裂部の浮腫を強く認めたため、気管切開も同時に施行。病理診断は、
径25x25mm, squamous cell carcinoma, pTis, HM0, VM0であった。術後1日目に経
管栄養を開始した。気管孔を閉鎖したのちに退院予定である。

【症例2】70歳代男性。食道癌ESDの施行歴あり、フォローの内視鏡検査にて右梨状陥凹に
腫瘍を認め、生検で扁平上皮癌と診断された。治療目的に当院紹介され、ESDを施行した。
上皮下層深部浸潤が疑われ、広範に深部剥離をしたため、高度の喉頭浮腫を認め、気管切
開を同時に施行した。病理診断は、径22x18mm, squamous cell carcinoma, わずかに
筋層浸潤を認め、HM0, VMXであった。術後22日目に気管孔を閉鎖、術後28日目に退院
となった。

【考察】下咽頭表在癌のESDは、より低侵襲であり、臓器温存やQOLの維持の観点から近年
普及してきている。筋層浸潤のない限局した病変が適応であり、偶発症としては喉頭浮腫、
皮下気腫、誤嚥、出血の順に多く報告されている。喉頭浮腫は、気道閉塞の原因となり致
死的な結果となる可能性がある。頭頸部表在癌全国登録調査によると、抜管困難な喉頭浮
腫などを理由に 9.3％に気管切開が行われており、本症例においても浮腫を強く認め、気管
切開を施行した。下咽頭癌に対するESDは低侵襲の治療として今後も普及していくと考え
られるが、喉頭浮腫など、領域独自の偶発症に留意する必要がある。

O2-52-2
ステロイドの全身投与を要したニボルマブによる重症口腔粘膜炎の1例
秦∙浩信（はた∙ひろのぶ）、鎌口∙真由美（かまぐち∙まゆみ）、江戸∙美奈子（えど∙みなこ）、圖司∙陽子（ずし∙ようこ）、
森∙麻葉（もり∙まよ）、宮本∙亜有美（みやもと∙あゆみ）、遠藤∙紗枝（えんどう∙さえ）、國井∙信彦（くにい∙のぶひこ）、
今待∙賢治（いままち∙けんじ）、和田∙麻友美（わだ∙まゆみ）、吉川∙和人（よしかわ∙かずひと）

NHO 北海道がんセンター歯科口腔外科

【緒言】免疫チェックポイント阻害剤（ICI）は、PD-1/PD-L1などの主要な免疫調節機構の
抑制を解除することで、がん細胞の免疫システムからの回避を阻止する。ICIは多くの進行
がん患者にとって効果的な治療選択肢となっているが、その導入に伴う免疫関連有害事象

（irAE）のリスク範囲は広く、ほぼすべての臓器に影響を及ぼす。今回我々はニボルマブの
長期使用後に広範な重症口腔粘膜炎を生じ、ステロイドの全身療法を要した症例を経験し
たので報告する。【症例】81歳男性、悪性胸膜中皮腫に対して2020年11月に他院にてニ
ボルマブが開始された。2年半有害事象なく継続投与されていたが、2023年5月末、重症
口腔粘膜炎のため食事摂取困難となり、当科を紹介受診された。初診時、両側頬粘膜、舌、
口唇に広範な重症口腔粘膜炎を認めた。ステロイド軟膏およびステロイド含嗽による局所療
法を1週間継続したが著効せず、プレドニゾロン（PSL）30mg/dayを開始した。1週間では
効果が乏しかったが、2週間が経過した時点で著効し、漸減が可能となった。その後、9月
の時点でPSLを2mg/dayまで漸減していたが、症状が再燃した。そのため再度PSL30mg/
dayまで増量、1週間で症状に改善が認められたため、テーパリングを再開し、2か月後に
PSL投与を終了した。その後は再燃なく現在まで経過している。ICIによる口腔粘炎発生率
は2.3%程度と極めてまれであるが、本症例のように重篤化した場合にはステロイドの全身
投与も必要な場合がある。がん患者の口腔管理に従事するものは、ICIによるirAEである口
腔粘膜炎にも適切な対応が求められている。

O2-52-1
顎間固定施行患者の術後悪心嘔吐に対するオンダンセトロン有効性の臨床
的検討
上嶋∙伸知（うえじま∙しんぢ）、伊藤∙誠（いとう∙まこと）、白井∙大士（しらい∙たいし）、成田∙健悟（なりた∙けんご）、
後藤∙藍（ごとう∙あい）、宇佐美∙雄司（うさみ∙たけし）、小田∙知生（おだ∙ともお）

NHO 名古屋医療センター歯科口腔外科

【緒言】歯科口腔外科領域で行われる全身麻酔手術では，合併症として術後悪心嘔吐
（postoperative nausea and vomiting: PONV）の頻度が高く，患者にとって苦痛を伴う
だけではなく回復を遅延させる因子となる。さらに，術後顎間固定を行う手術では嘔吐に
よる気道閉塞や誤嚥性肺炎のリスクを低減するためにもPONVの予防が重要である。2021
年8月より，術後の悪心嘔吐を含む消化器症状に対する治療薬としてオンダンセトロンが保
険適応となり，当院でも2022年10月から使用しているが当科領域での有効性に関する報
告は少ない。今回，顎間固定を行う全身麻酔手術におけるオンダンセトロンのPONVに対
する有効性について臨床的検討を行った。

【対象と方法】2020年4月から2024年4月に当科で顎間固定を行った全身麻酔下手術87
例を対象とした。手術終了前にオンダンセトロンを使用した43例（使用群）と，使用してい
ない44例（非使用群）において，PONV発生の有無について診療録から後方視的に比較検
討した。術後24時間以内に嘔気または嘔吐があった場合をPONVありと判定した。

【結果】PONVの発生は，使用群が13例（29.5%），非使用群が21例（48.8%）とオンダン
セトロン使用群の方がPONV発生率が低かった。特に術後嘔吐では使用群で2例（4.7%），
非使用群で9例（20.5%）と有意差を認めた（p  = 0.03）。

【結語】オンダンセトロンは顎間固定を行う手術においてPONV発生を低下させる可能性が
示唆されたが，引き続き症例を増やして検討する必要があると考えられた。
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O2-53-2
Purdue Pegboard Test別法の検討 ー標準検査との比較検討―
三橋∙里子（みはし∙さとこ）、天野∙英浩（あまの∙ひでひろ）、向出∙日香里（むかいで∙ひかり）、大塚∙友吉（おおつか∙ともよし）

NHO 東埼玉病院リハビリテーション科

【緒言】上肢機能検査であるPurdue Pegboard Test（PPT）は、手作業に対する巧緻性を評
価する検査で、国際的に広く使用されている。本来、検査は指示に従って行う必要がある
が、筋ジストロフィーなど巧緻性は保たれているものの近位筋機能の機能低下が顕著な場
合、標準の検査方法では実施困難な場合が多い。今回、PPTの別法を検討し、標準検査と
比較した。【方法】検討したPPT別法は、検査ボードを上下反転させ、下から順にピンを操
作、部品の組み立て作業を行い、標準検査と同順序で測定する方法である。被験者に対し
て、PPTの標準の検査方法と別法を1回ずつ実施し、ランダムに標準検査と別法の順番を入
れ替えた2群に分けて検討した。他、副次的評価項目として握力、ピンチ力を測定した。【結
果】対象者健常者49名、平均年齢35.5±9.5歳（男性21名、女性28名）。PPTの標準の検
査方法と別法とでは利き手、非利き手では統計学的有意差が認められなかった。両手及び
アセンブリー検査においては有意差が認められ、標準検査と比較して、別法のスコアは共
に1.04倍であった。PPTと握力やピンチ力には標準検査と別法共に相関関係は認められな
かった。【考察】検討したPPT別法は、両手を使用した検査で有意差が認められた。巧緻動
作が比較的保たれている神経筋疾患患者に対して、評価バッテリーを用いて上肢のパフォー
マンスを検査することは臨床的に必要である。当別法を臨床に適応させるには、さらなる
検討が必要である。また、PPTと上肢筋力には相関が認められなかったことから、筋力と
上肢パフォーマンスは分けて検討する必要があることが示唆された。

O2-53-1
多系統萎縮症における眼振とコミュニケーション ‐ フリック式文字盤の有
効性-
山野∙遥人（やまの∙はると）1、會田∙隆志（あいた∙たかし）2、平松∙和哉（ひらまつ∙かずや）1、
上林∙泉（かんばやし∙いずみ）1、樋口∙雄一郎（ひぐち∙ゆういちろう）1、渡邉∙大介（わたなべ∙だいすけ）1、
山崎∙健太郎（やまざき∙けんたろう）1、石井∙亜紀子（いしい∙あきこ）2

1NHO いわき病院リハビリテーション科、2NHO いわき病院脳神経内科

【はじめに】多系統萎縮症（MSA）は、小脳失調により眼振を呈する。今回、眼振の影響で透
明文字盤の視線操作に難渋したMSA患者に、文字盤の変更により円滑なコミュニケーショ
ン（COM）方法を獲得したため報告する。【症例】4年前にMSAと診断された50代男性であ
る。MMTは上肢2、ADL全介助、振戦・注視眼振が著明だった。車椅子座位で、COMボー
ドを指差しで操作可能だが、臀部痛のため長時間困難だった。臥位はCOMボードの使用不
可で、瞬きと首振りで行い、詳細な訴えの伝達に時間と労力を要していた。意思伝達能力
stageIII（Yes/No表出レベル）。【方法】臥位でのCOM方法を変更するため、透明文字盤（五十
音式・フリック式）を検討した。方法は、3文字の高頻度語を50単語用意し、各25単語の
表出時間を計測し、比較した。【結果】表出時間は五十音式平均34秒、フリック式平均29
秒。五十音式は眼振により、読み取りI時間を要した。フリック式は視線移動が速く、表出
時間が短縮したため、COM方法に採用した。意思伝達能力stageI（文章表出レベル）。【考
察】フリック式は、各行がエリアごとに配置されているため、患者は文字の探索が行いやす
く、視線移動が速くなったことで、介助者が視線の動きを追いやすく、読み取り速度が向
上したと考えられた。さらに、五十音式は患者が直接文字を見て、文字の特定が1工程だが、
フリック式は行の特定・文字の特定と2工程であり、行の特定後に選択肢が限定されるため、
文字の特定が容易となったと考える。眼振を考慮した文字盤の選定は、表出時間を短縮し、
患者が詳細な訴えを短時間で伝えることに繋がると考える。

O2-52-6
北海道がんセンター口腔腫瘍外科での口腔癌治療の現況
上田∙倫弘（うえだ∙みちひろ）1、林∙信（りん∙しん）1、新山∙宗（にいやま∙たかし）1、山隈∙優（やまくま∙ゆう）1、
中野∙晋太郎（なかの∙しんたろう）1、秦∙浩信（はた∙ひろのぶ）2、鎌口∙真由美（かまぐち∙まゆみ）2

1NHO 北海道がんセンター口腔腫瘍外科、2NHO 北海道がんセンター歯科口腔外科歯科口腔外科

口腔は形態と機能の二面を担う臓器である．早期がんであれば，切除による欠損はわずか
で形態と機能のいずれも障害は軽度であるが，進行がんでは，切除による対応だけでは
QOL維持は困難で最も集学的治療が必要とされる．口腔がんに対し，集学的治療により，
標準治療で完治する癌では更に良いQOLを目指し，標準治療では完治が不可能な癌にも対
応するということを目的に，当科は，2016年7月1日より院内診療科として現存の最後
の診療科として開設された．基盤は歯科口腔外科であるが，口腔癌治療を主軸とするため，
周術期口腔管理をはじめとする支持療法を行う歯科口腔外科とは別科として開始した．当
科開設後から2024年3月までに当科を初診した口腔悪性疾患は526例である．大学病院，
地域基幹病院からの紹介がほとんどで，進行症例，再発例が多く，高齢者の占める割合も
高い．これらの症例に対し，薬物療法，放射線療法，外科的療法を腫瘍内科，放射線治療科，
頭頸部外科，形成外科を始めとする各診療科，各部門の協力を得て集学的治療を進めている．
また，高齢者に対しては高齢者機能評価を実施し，治療適否，治療法を検討している．当
科での治療の実際，及び治療成績，これまでの研究業績，医業収入について報告する．

O2-52-5
当科でのPCE療法について
白石∙剛士（しらいし∙たけし）1、近藤∙英司（こんどう∙えいじ）1、北山∙まなみ（きたやま∙まなみ）1、高橋∙美夏（たかはし∙みか）1、
長崎∙徳子（ながさき∙のりこ）1、前野∙楓香（まえの∙ふうか）1、大原∙正範（おおはら∙まさのり）2、椎谷∙紀彦（しいや∙のりひこ）3

1NHO 函館病院歯科口腔外科、2NHO 函館病院外科、3NHO 函館病院心臓血管外科

【緒言】進行頭頚部癌に対する導入化学療法（ICT）は、機能温存を期待する治療として行わ
れている。喉頭癌などではガイドラインによりICTが推奨されるが、口腔癌についてはま
だ十分なエビデンスが得られていない。以前より口腔癌に対するICTとしてTPF療法が知
られているものの、強い毒性のため重篤な副作用が生じることがあった。近年TPF療法
に代わる治療として、PCE療法の有用性が報告されている。今回我々は2020年12月～
2023年12月まで当科で行ったPCE療法について報告する。【方法と対象】当科でのPCE
療法レジメンは、PTX：60 ～ 80mg/m2（day1,8）、CBDCA：AUC1.5 ～ 2.5（day1,8）、
Cmab：400mg/m2（day1）・250mg/m2（day8,15）を1コースとし、最大6コースまで
実施している。PCE療法1 ～ 2コース後に手術可能と判断した場合は、切除・再建術を行
う。患者の平均年齢は62.4歳で、男性4例女性6例の10例に対しPCE療法を実施した。
症例はT3以上の局所進行癌、切除不能な再発転移癌であった。【結果】2例でCmab初回投
与時にGrade3のインフュージョンリアクション（IR）が生じたため、PCE療法を中止した。
原発巣に対する臨床効果は、PR6例SD1例PD1例であった。PCE療法1 ～ 2コース後に
切除・再建を行った患者は4例であり、これら全例で術後再発や遠隔転移を生じていない。
Grade3/4の有害事象として皮疹が1例、骨髄抑制が3例に認められたが、発熱性好中球減
少症（FN）はなかった。【考察】ICTとしてのPCE療法はTPF療法に比べFNなどの重篤な有
害事象がなく、進行口腔癌に対する有効な治療と考える。ICT後の口腔癌縮小手術はエビデ
ンスがなく、今後の課題である。
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O2-54-1
NHO中規模一般病院における臨床研究の現状と課題
柿崎∙暁（かきざき∙さとる）、長沼∙篤（ながぬま∙あつし）、ぬで島∙真梨子（ぬでしま∙まりこ）、小澤∙紀子（おざわ∙のりこ）、
高瀬∙綾香（たかせ∙あやか）、関∙理紗（せき∙りさ）、内海∙則子（うちうみ∙のりこ）、原沢∙正美（はらさわ∙まさみ）、
石田∙史哉（いしだ∙ふみや）、増井∙和美（ますい∙かずみ）

NHO 高崎総合医療センター臨床研究部

【目的】国立病院機構の理念として「質の高い臨床研究の推進」が掲げられているが、臨床研
究センターを有する大規模病院から地方の中小規模病院まで研究実施状況は様々である。臨
床研究法（臨研法）の施行、コロナ禍、働き方改革により、職員の研究意欲を維持すること
は必ずしも容易ではない。地方の中規模一般病院である当院の現状と課題について検討し
た。【方法】（1）常勤医師を対象とした臨床研究に関するアンケート調査（2）臨研法施行前
後での臨床研究実績の比較【結果】アンケート調査；回答率は72/134（53.7％）。回答者の
背景は、男女比60：12、年齢30：40：50歳代 31％：36％：26％、学位取得率47％、
専門医取得率72％であった。研究推進のNHO理念は86％が認識し、58％で研究を行うべ
きと考えてはいたが、実際に行っていたのは24％であった。臨床研究を行うために必要な
ものとして時間的余裕が最多で、データ入力支援、統計処理、研究費支援などが挙げられた。
研究実施状況；2013 ～ 2022年度の実績は臨床研究605件、治験263件、英文論文199
報であった。臨研法施行前後5年間では、治験は125件から138件へ増加していたのに対
し、臨床研究は315件から290件へ減少していた。コロナ禍での減少が顕著で2022年度
は回復傾向にあった。英文論文は45報から154報へ増加した。臨床研究コーディネーター

（CRC）によるデータ入力支援により多施設共同研究への参加が増加したことが一因であっ
た。【結論】臨床研究の必要性は認識されていたが、時間的余裕がないことが実施の障壁で
あった。データ入力支援により英文論文数は増加したが、当院が主導の臨床研究を増加さ
せることが今後の課題として考えられた。

O2-53-5
封入体筋炎におけるBox and Block testの併存的妥当性の検討
宮崎∙裕大（みやざき∙ゆうた）、樋口∙彩花（ひぐち∙あやか）、羽鳥∙朱里（はとり∙しゅり）、高橋∙奈保（たかはし∙なほ）、
佐々木∙俊輔（ささき∙しゅんすけ）、山野∙真弓（やまの∙まゆみ）、河口∙大洋（かわぐち∙たいよう）、西田∙大輔（にしだ∙だいすけ）、
原∙貴敏（はら∙たかとし）

国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部

【背景と目的】封入体筋炎などの希少神経筋疾患では、症例数が少ないため、パーキンソン
病のような疾患特異的評価指標の確立は困難である。しかし、希少疾患であっても、それ
ぞれの疾患における機能評価法が必要であり、疾患横断的な評価法の確立が必要である。
そこで、本研究では、封入体筋炎において、疾患横断的な評価法としてのBox and Block 
test（BBT）の有用性とADLとの併存的妥当性についての検討を目的とした。【対象と方法】
2022年4月から2023年3月に国立精神・神経医療研究センター病院でリハビリテーショ
ン治療を受けた封入体筋炎患者のうち、BBTが施行できた12例（年齢68.5±9.1歳、男性
7例、女性5例）を対象とした。利き手および非利き手BBTの依存的妥当性を、ADLの指標
としてFunctional Independence Measure（FIM）の運動項目合計点を用いて、Pearson
の相関係数により評価した（SPSS version 29, IBM, USA）。【結果】BBTは利き手48.9±
13.0個、非利き手41.4±18.0個、FIM運動項目合計点は66.3±18.8点であった。利き
手BBTとFIMのPearsonの相関係数は0.700（95%信頼区間 0.210-0.909）であり、統計
学的有意な相関を認めた（p=0.011）。また、非利き手BBTとFIMの相関係数は0.781（95%
信頼区間 0.375-0.936）であり、統計学的有意な相関を認めた（p=0.003）。【考察と結論】
本研究から，希少疾患である封入体筋炎患者において、BBTがADLと相関を持つ上肢機能
評価法のひとつとして有用である可能性が示唆された。また、利き手よりも相関係数が高
い非利き手のBBTの方が有用である可能性がある。今後は、他の希少神経筋疾患において
も疾患横断的な評価が可能かを検討していく。

O2-53-4
長期入院の筋萎縮性側索硬化症症例に対する環境調整～伝えることの意味～
前田∙美保（まえだ∙みほ）、橋出∙佳津美（はしで∙かずみ）、北出∙叶実（きたで∙かなみ）、荒木∙七海（あらき∙ななみ）、
荒井∙なつみ（あらい∙なつみ）

NHO 石川病院リハビリテーション科

【症例紹介】筋萎縮性側索硬化症（以下、ALS）のため長期入院中の60歳代女性、気管切開後
人工呼吸器使用、重度障者用意思伝達装置（伝の心）、接点式スイッチを舌または下唇、空
気圧式スイッチを上肢にて使用されていた。【現病歴】X年8月に筋力低下出現、X+1年1
月自宅にて意識消失・呼吸停止をきたし、A病院へ救急搬送、気管挿管・人工呼吸器装着さ
れた。同月、B病院へ精査目的に転院、ALSと診断された。同年2月A病院へ転院し、胃瘻
造設・人工呼吸器設定が変更された。同年5月長期療養目的に当院脳神経内科へ入院となり、
作業療法（以下、OT）介入開始した。X+6年4月看護師より伝の心の常時使用とスイッチ一
本化の依頼があった。【評価】主訴は家族とのメールであった。会話手段は読唇が主であり、
文レベルでは推測が難しい場面があった。文字入力は上肢にて実施も、誤動作あり、使用
時間は2時間/日であった。四肢残存機能は大胸筋収縮2であった。【介入】本人への面談か
ら、呼び鈴の失敗経験があった。残存機能、体位変換と疲労度から上肢の操作継続は難し
いと判断した。口元スイッチにて伝の心の練習を開始、呼び鈴分岐装置を変更し、周辺機
器を整理整頓した。日中から休日へと段階的に使用時間を延長し、口元スイッチにて伝の
心と呼び鈴操作が可能となった。【考察】青山らはALSに対する作業療法士の関わりで必要
となる技術として1.希望を実現できる技術、2.機器の知識、3.疾患の知識と予後予測、4.家
族への対応力、5.チームの一員として役割を達成する技術、6.呼吸リハの知識と技術であ
ると述べている。今回、チームにて知識を共有し、環境を調整し、ご家族に確実に思いを
届けることが可能となった。

O2-53-3
神経筋疾患患者に対するコミュニケーション支援におけるチームアプロー
チの報告　- コミュニケーションサポートチームを介して -
藤田∙萌依（ふじた∙もえ）1、堀内∙奨（ほりうち∙しょう）2、齋藤∙朋香（さいとう∙ともか）1、荒巻∙晴道（あらまき∙はるみち）1、
小林∙庸子（こばやし∙ようこ）1、高橋∙香代子（たかはし∙かよこ）3

1NHO 箱根病院リハビリテーション科、2NHO 東埼玉病院リハビリテーション科、 
3北里大学医療衛生学部

【背景】当院は神経筋疾患を専門とする医療機関であり,入院患者の多くが病状進行に伴い
様々なコミュニケーション障害を呈するため,進行時期に合わせた多職種での支援が必要と
なる.しかし,当院でのコミュニケーション支援は作業療法士（以下OT）を中心とした担当
者間の対応に留まっており,病棟全体への周知や対応方法の統一が十分に図れていなかっ
た.今回,当院の多職種連携チームであるコミュニケーションサポートチーム（以下CST）を
介して,特殊スイッチでのスマートフォン（以下スマホ）操作環境の設定方法の統一が図れた
一例について報告する.

【症例紹介・介入内容】Duchenne型筋ジストロフィーの30歳代男性,機能障害度分類
stage8,ベッド上でポイントタッチセンサを舌で作動させスマホ操作が可能.しかし,操作機
会はOT訓練時のみに限定されており病棟生活に汎化できていなかった.患者からも｢看護
師さんにも行ってほしいけれど不安｣との発言あり.そのため,操作環境の設定の周知と統一
を目的にCSTを介して担当OTがCSTメンバーと病棟職員に向けて患者の自室で設定方法
の実演を行った.

【結果】実演後にCSTメンバーを中心に意見交換を行い,確実に設定できる方法を再検討し
た.その結果,病棟全体で統一した操作環境の設定が確立し,スマホ操作機会が増大した.

【考察】今回CSTを介して多職種でスマホ操作環境の設定方法を共有したことで,各職種の意
見を踏まえたより良い設定方法を確立できたと考える.また,実演を行ったことで,他職種も
設定方法の理解が容易に行えたと推察される.今回のように多職種で協働する取り組みは,
コミュニケーション支援における対応の周知と統一を必要とする患者に有効と考えられる.
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O2-54-5
沖縄県の介護保険料と負担額を決める因子の分析
長山∙あゆみ（ながやま∙あゆみ）1、大湾∙勤子（おおわん∙いそこ）2

1NHO 沖縄病院臨床研究部、2NHO 沖縄病院院長

【背景】介護保険制度は、介護が必要になった高齢者を社会で支える仕組みである。2024年
5月厚生労働省は、65歳以上が支払う介護保険料が3.5％増加し過去最高となったことを発
表した。最も高額なのは大阪府、次いで沖縄県と全国一律ではなく地域差がある。

【目的】介護保険料と、負担額を決める因子との関連を調べ、沖縄県の増額を防ぐ方法はあ
るのか探索する 

【方法】以下のオープンデータを用いて介護保険料と各因子との関連を分析する
厚生労働省 第9期介護保険事業 厚生年金保険・国民年金事業 特定健康診査・特定保健指導、
日本年金機構 国民年金保険料、総務省統計局 統計でみる都道府県のすがた

【結果】介護保険料が全国1位の大阪府は高齢者の数が多く、2位の沖縄県は重度の介護者の
割合が高かった。65歳から受け取れる老齢年金が低く、支出に占める食糧費の割合が高い
地域は保険料が高かった。沖縄県はメタボリックシンドローム該当割合と健康診断の有所
見率が全国1位である。通院等の医療費を抑え重症化してから受療し入院の医療費は高い。
全国と比較して働き盛りの死亡率が高く、年齢調整死亡率順位では糖尿病、慢性閉塞性肺
疾患、肝疾患、腎不全が上位であった。

【考察】少ない年金で大きな介護保険料を支払う不一致は、保険料の未納や免除・年金の早
期受給など低所得を背景とした健康格差があると推測する。沖縄県では社会支援の拡充と
ともに、受療行動促進や30代から正しい生活習慣づくりを意識づけることが望ましい。

【結論】介護保険料は、高齢者の数や介護サービスの利用度が関係していた。沖縄県は重度
の介護者が多いため、重症化予防と生活習慣病のコントロールが重要である。

O2-54-4
入院患者における低尿酸血症の予測因子―単施設における後方視的研究―
田澤∙千明（たざわ∙ちあき）1、尾野∙達郎（おの∙たつろう）1、久本∙輝美（ひさもと∙てるみ）1、冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）2、
福木∙昌治（ふくき∙まさはる）3、久留∙一郎（ひさとめ∙いちろう）3

1NHO 米子医療センター臨床検査科、2NHO 米子医療センター臨床検査科、 
3NHO 米子医療センター臨床検査科、4NHO 米子医療センター呼吸器内科、 
5NHO 米子医療センター循環器内科、6NHO 米子医療センター循環器内科

【目的】低尿酸血症は尿酸産生の減少または尿酸排泄の増加によって引き起こされ、入院患
者の低尿酸血症は、尿酸産生低下が主因と報告されている。我々は実臨床での入院患者で
の低尿酸血症の特徴を明らかにするために本研究を行った。【方法】この研究は後ろ向き横
断研究で、2020年4月～ 2021年3月に当院に入院した618人を対象とした。従属変数を
低尿酸血症（尿酸値:≦2.mg/dl）、独立変数を年齢、性別、BMI,るい痩、併存症、尿酸降下剤、
アミノ酸輸液、ST合剤とし、統計処理として、Bayesian logistic（RBL）modelを用いた。【結
果】入院患者の低尿酸血症の頻度は618人中75人（11.1%）であった。RBLにより低尿酸血
症を来たす因子として、血液腫瘍、フェブキソスタット、TMP-SMX（ST合剤）、アミノ酸
輸液、血清Na低値が有意な予測因子であった。フェブキソスタット投与とST合剤併用を
交絡因として解析すると、るい痩、血液腫瘍、Sフェブキソスタット、ST合剤、アミノ酸
輸液、血清Na低値の6因子が低尿酸血症に関与することが判明した。【考察】入院患者の低
尿酸血症の頻度は11.1%と既報と比べ高率であり性差はなかった。また低尿酸血症群では
在院期間が有意に延長していた。その原因として血液腫瘍内科の患者が多く、その患者に
フェブキソスタットが多く使用されているためと考えられた。RBLより、上記6つの因子が
低尿酸血症に関与することが判明した。【結語】今回の結果から入院患者では低尿酸血症は
多く存在しているということが分かった。低尿酸血症では抗酸化作用が減弱し、臓器障害
のリスクが高まるため、低尿酸血症患者では在院期間の有意な延長、及び予後への影響が
懸念される。

O2-54-3
九州グループ内で繋がったHALに関する多機関共同研究への取り組み
村井∙康成（むらい∙やすなり）1、川端∙伸美（かわばた∙のぶみ）1、津崎∙千佳（つざき∙ちか）1、大村∙観月（おおむら∙みつき）1、
榎木∙大介（えのき∙だいすけ）1,3、案納∙知久（あんのう∙ともひさ）1,4、速水∙慶太（はやみ∙けいた）2、西濱∙佑斗（にしはま∙ゆうと）2、
福満∙俊和（ふくみつ∙としかず）2

1NHO 宮崎東病院リハビリテーション科、2NHO 沖縄病院リハビリテーション科、 
3NHO 小倉医療センターリハビリテーションセンター、 
4国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部

【はじめに】
宮崎東病院では2018年よりHAL医療用下肢タイプ（以下HAL）を導入している。2022年
にHALチームを発足し、2023年には運用体制の整備やHAL治療の質向上の為に知識・操
作スキルの習得についての取り組みを行った。その中で、HALモニターに関する知識を更
に深めることで新たなアプローチ方法を生み出せるのではないかと考え、HALについての
観察研究を計画した。研究に際し、九州グループ内でHAL治療を実施している沖縄病院と
の多機関共同研究計画を立案し、始動に繋げることが出来た。今回、多機関共同研究計画
を進めるにあたって行った、取り組み内容や難渋点・良かった点について報告する。

【研究計画までの経緯】
第77回国立病院機構総合医学会にて沖縄病院と交流後、Web会議ツールを用い情報交換
を行った。その中で、研究への意気が一致し多機関共同研究の提案及び研究計画の開始に
至った。まず両病院の共通目標を掲げ、多機関共同研究のテーマを設定した。そのテーマ
に基づき、研究内容を各病院で立案・計画し擦り合わせを行いながら研究計画書を作成した。

【難渋点・良かった点】
Web会議ツールのみである為会話内容の齟齬が生じない様に留意し、円滑に会議進行する
為の体制作りを行った。進行する中では両病院の共通目標の設定に最も難渋したが、各病
院の経験を活かし補い合うことで研究計画を進行出来た。

【今後へ向けて】
今回、このような取り組みを行いやすい環境が国立病院機構の強みだと実感した。今後は
共同研究でデータ収集を行い、これまでには無かったHALモニターのデータベースの作成
や新たな知見を創出し、それにより更にHAL治療の質を高めていきたい。

O2-54-2
チーム医療活動を研究に
丸山∙浩平（まるやま∙こうへい）1,2、関谷∙潔史（せきや∙きよし）2,3、森谷∙宏光（もりや∙ひろみつ）2,4、
細谷∙智（ほそや∙さとし）2,5、柳田∙紀之（やなぎだ∙のりゆき）2、福元∙大介（ふくもと∙だいすけ）2、安田∙秀平（やすだ∙しゅうへい）2、
柳澤∙純一（やなぎさわ∙じゅんいち）2、串田∙祐亮（くしだ∙ゆうすけ）2、鈴村∙史帆（すずむら∙しほ）2、池田∙雅司（いけだ∙まさし）2、
川邊∙元子（かわべ∙もとこ）2、森∙達也（もり∙たつや）2

1NHO 相模原病院薬剤部、2NHO 相模原病院抗菌薬適正使用支援チーム、 
3NHO 相模原病院アレルギー・呼吸器内科、4NHO 相模原病院外科、5NHO 相模原病院救急科

チーム医療は多職種がそれぞれの高い専門性を前提に、目的と情報を共有し、業務を分担
しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供することであ
る。また、専門性を持つ薬剤師のキャリアパスとして、専門的薬剤業務の提供に加え、研
究能力を持ち指導的役割を果たすことが求められている。演者は感染対策チーム（ICT）お
よび抗菌薬適正使用チーム（AST）所属の薬剤師として、日々の業務に従事している。抗菌
化学療法認定薬剤師および感染制御専門薬剤師の資格を取得しており、ICT/ASTの活動を
通じて得られた効果については学会発表や論文化などの形で研究活動を行っている。本発
表では、これまでの研究内容について報告し、研究活動に便利なツールも紹介する。これ
までに発表した論文は、2年間で原著論文3報（英文1報）、報告1報、症例報告2報であり、
そのうちICTとしてCOVID-19関連が2報、ASTとして抗菌薬適正使用関連が4報である。
先行研究の調査では、医中誌やPubMedだけではなく、PerplexityやConsensusといっ
たAI論文検索ツールを活用している。これらのツールは、入力した質問に対して論文を引
用して回答が得られるため、有用なツールである。また、翻訳や英文校正にはDeepL翻訳
やPaperpalといったツールを活用している。ただし、便利なツールではあるが、注意する
点もあるため、補足的に使用している。今後もチーム医療活動に励みながら、チームや薬
剤師としての活動を発信していきたい。また、指導的役割として、育成にも力を入れてい
きたい。
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O2-55-4
国産初のロボット支援手術機器であるhinotoriTMをNHOの中で最初に導
入しました　～ロボット支援前立腺全摘除術初期10例の報告～
金井∙邦光（かない∙くにみつ）、井上∙洋輔（いのうえ∙ようすけ）、神谷∙黎（かみたに∙れい）、箱崎∙恭平（はこざき∙きょうへい）

NHO 埼玉病院泌尿器科

【目的】hinotoriTMは2020年に発売された国産初のロボット支援手術機器で、国立病院機
構の中でhinotoriTMが導入されたのは当院が最初である。今回導入初期10例の治療成績を
報告する。【方法】他科を含めてロボット支援手術を熟知した常勤医師が不在の中、2023
年10月下旬にhinotoriTMが納入された。Certificate取得等様々な準備を進め納入から
約2 ヶ月後の12月下旬からロボット支援前立腺全摘除術（RARP）を開始することができ、
2024年3月下旬までにRARPを10例施行した。10例の年齢、PSA、前立腺体積の中央
値（範囲）はそれぞれ72歳（55-75）、6.68 ng/mL（4.25-12.68）、27.3cm3（15.8-41.6）
で、NCCNリスク分類で中リスク群5例、高リスク群5例、術前内分泌療法は4例、片側
の神経温存を1例で施行した。初期10例は術者固定とし、頭低位25°、経腹膜アプローチ、
3rdアームは右側とした。【成績】手術時間、コックピット時間、尿込み出血量の中央値（範
囲）はそれぞれ320分（246-346）、242分（184-270）、400mL（150-852）であった。病
理結果はT2 7例、T3a 3例で断端陽性率は30％（3/10）、術後1 ヶ月の時点での尿禁制率

（パッド1枚以下）は60％（6/10）であった。【結論】他部門と協力しスピーディーに初症例
を迎えることができた。新規導入のため手術時間はどうしても長くなってしまうが、重篤
な合併症を引き起こすことなく安全に導入することができた。

O2-55-3
バンコマイシン関連腎障害では尿カリウム排泄が増加する
岩谷∙博次（いわたに∙ひろつぐ）、森∙優希（もり∙ゆうき）、三村∙一眞（みむら∙かずま）、勝沼∙倫子（かつぬま∙りんこ）、
部坂∙篤（へさか∙あつし）

NHO 大阪医療センター腎臓内科

【背景】バンコマイシン（VCM）関連腎障害では、血清クレアチニン（Cr）値が上昇するも血
清カリウム（K）値が低下する例を経験している。【目的】VCM関連腎障害で、血清K値が低
下するか否か、また尿中K排泄の変化を確認する。【方法】2013年から2021年までに当院
でVCMトラフ値を測定した患者のうち、同一患者で複数回測定例については、最も値が高
い時点のデータを選択し、その中から30μg/mL以上を集めた。さらに測定から一週まで
の死亡例や、血液浄化施行例、Crのピークが認められない症例、VCM測定日のCrデータ
欠損例、VCM測定以前のベースCr値が欠損または判定困難例を除外した79名を対象とし
た。【結果】対象は年齢64±13歳、F/M 31/48。VCMトラフピーク値は中央値35.3（IQR 
32.5, 39.4）μg/mLでその際、血清Cr 1.3（1.01, 1.81）mg/dL、 K 4.2（3.7, 4.5）mEq/
L。ベースの血清Crは0.7（0.54, 0.93）mg/dL、K 3.9（3.5, 4.3）mEq/Lで、ベースから
VCMトラフピーク時にかけ、Crは0.56（0.22, 1.09）mg/dL上昇、Kは0.2（-0.1, 0.5）
mEq/L上昇した。FEKがベースとVCMトラフピーク時の両方測定できたのは3例で、ベー
ス→VCMトラフピーク時では9.0%→30.5%、8.6%→14.0%、6.8%→19.2%といずれ
も増加をきたし、K（mEq/L）はそれぞれ4.9→5.7、4.0→3.7、4.2→3.5と2例で低下し
た。【考察】VCM関連腎障害では、FEKが増加して尿へのK排泄が亢進する可能性がある。
VCMによる腎尿細管障害が原因と推定される。

O2-55-2
夜尿症を契機に膀胱尿管逆流症と診断した4例
福田∙隆文（ふくだ∙たかふみ）、岩崎∙茜（いわさき∙あかね）、加畑∙映理子（かばた∙えりこ）、笠原∙理愛（かさはら∙りあ）、
中農∙万里（なかの∙まり）、小幡∙美智（おばた∙みさと）、井上∙巳香（いのうえ∙みか）、酒詰∙忍（さかづめ∙しのぶ）、
太田∙和秀（おおた∙かずひで）

NHO 金沢医療センター小児科

【背景】
夜尿は日常診療でよく遭遇する症候である。しかし、基礎疾患を背景とする例が一定数存
在し、問診や尿所見などから更なる精査が必要か考慮すべきである。既報では夜尿症患者
に腹部超音波検査を行い、先天性腎尿路奇形（CAKUT）を認める頻度は1割前後といわれる。
今回、我々は夜尿症を契機に膀胱尿管逆流症（VUR）と診断した4例を経験し、初診時の腹
部超音波検査や残尿の有無を確認することの重要性を再認識したため報告する。

【症例】
症例1：夜尿症に対しデスモプレシン内服で加療されるも効果が乏しい7歳男児。腹部超音
波で左腎盂拡張と残尿があり、排尿時膀胱尿道造影（VCUG）で左III度VURを認めた。外科
的治療にて症状は改善した。
症例2：夜尿と昼間尿失禁がある7歳男児。腹部超音波で両側水腎症があり、VCUGで右I
度VURを認めた。抗コリン薬内服で昼間尿失禁は消失し、夜尿も3年間のウロセラピーで
軽快した。
症例3：夜尿と昼間尿失禁がある6歳女児。腹部超音波で右尿管拡張と尿管瘤があり、CT
で右重複尿管と右上腎の萎縮を認めた。VCUGで右下腎のI度VURを認めた。昼間尿失禁
は3年で自然軽快し、夜尿に対しウロセラピーのみ継続している。
症例4：夜尿と昼間尿失禁がある5歳男児。生後2 ヶ月時に尿路感染症に罹患し、その際右
VURを指摘されていた。1歳半時の再検でVURはなかったが、改めてVCUGを施行した
ところ右II度VURを認めた。

【結語】
夜尿症に対し治療歴があるも奏功しない症例や、昼間尿失禁などの下部尿路症状を有する
症例ではCAKUTの存在を疑い、積極的に超音波検査や残尿の有無を確認すべきである。

O2-55-1
多発外傷後の若年の患者に対して包括的排尿ケアを行い排尿自立に至った
1例
假屋∙真帆（かりや∙まほ）1、松岡∙伊緒里（まつおか∙いおり）1、荒木∙真美（あらき∙まみ）1、
高柿∙奈緒子（たかがき∙なおこ）1、北山∙典子（きたやま∙のりこ）1、大西∙淳子（おおにし∙じゅんこ）1、岡崎∙将人（おかざき∙まさと）2、
村本∙泰治（むらもと∙たいじ）3、隠岐∙雄太（おき∙ゆうた）3、野々村∙大地（ののむら∙だいち）3、松崎∙恭介（まつざき∙きょうすけ）3、
西村∙健作（にしむら∙けんさく）3

1NHO 大阪医療センター看護部、2NHO 大阪医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 大阪医療センター泌尿器科

〇症例　20代女性。飲酒による墜落後の腰椎破裂骨折・仙骨骨折のため骨盤後方固定術術
後、尿道カテーテル抜去後に全失禁を認め排尿ケアチーム介入となる。〇結果・考察　立
位では全失禁、仰臥位なら尿貯留可能であり、尿道カテーテル留置の適応ではなかったが、
失禁状態に対する拒否が強く尿道カテーテルでの管理となる。キャッピングと骨盤底筋体
操の指導を実施した。しかし、尿道カテーテルからの脇漏れが多いため、対策としておむ
つの選定や当て方の指導を行った。失禁状態に対する受容が進まず、尿道カテーテルの抜
去と骨盤底筋体操を自主的に実施できない状態が続いたため患者の思いの傾聴とカテーテ
ルフリーを目指すという目標設定を行った。立位保持も可能となってきていたため介入4回
目で尿道カテーテルを抜去した。失禁による精神的負担を感じないように吸収量の多いパッ
ドの選定を行い、頻回にパッド交換を行うように指導した。介入7回目では失禁なく残尿
60ml前後であったため排尿自立に至り介入終了となった。骨盤骨折による脊髄損傷に伴う
尿道括約筋不全として介入した。病棟看護師と専任看護師で失禁に対する思いの傾聴は行っ
たが、失禁に対する受容はなかなか進まなかったため心理士など専門性の高い多職種の介
入が必要であった。当院では骨盤底筋体操の指導を作業療法士が行っているが、本症例で
は介入していなかった。作業療法士の介入により骨盤底筋体操を含めた排泄動作に関する
積極的リハビリが失禁量の減少につながった可能性がある。排尿ケアチームの介入により
排尿管理を行ったが、排尿自立に至るまでに難渋した1例を経験したため報告する。
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O2-56-4
労働安全衛生法改正による新たな化学物質規制への取り組み
狩野∙将輝（かりの∙まさき）、春原∙悟（すのはら∙さとる）、野中∙菜奈（のなか∙なな）、加山∙新菜（かやま∙にいな）、
蓮尾∙茂幸（はすお∙しげゆき）、小川∙輝子（おがわ∙てるこ）

NHO 埼玉病院臨床検査科

【はじめに】労働安全衛生法が改正、施行され、令和6年4月からリスクアセスメント義務
対象の化学物質674物質に234物質が追加された。また、次年度以降も段階的に追加され、
令和8年4月までに約2900物質となる。病理検査室ではホルマリンやキシレンを始めとす
る多くの化学物質を扱う部署であり、順次追加される化学物質においても対応しなければ
ならない。今回我々は、追加されるリスクアセスメント対象化学物質への対応について取
り組んだ内容を報告する。【取り組み】1.取り扱い試薬全ての安全データシート（SDS）抽出
とラベル表記の再確認 2.対象物質に対してリスクアセスメントの実施 3.結果によるリスク
低減措置に繋がる運用の改善 4.作業する要員への教育 5.今後の対策と課題。【結果】以上
の取り組みに対して、要員全員で時間をかけて確実に遂行し、法改正に遵守した運用を確
立できた。知識が少ない状態からのスタートであったため、要員全員が各々で情報を集め、
全員に共有することを繰り返し行い、全体の知識を向上させることに繋がった。また、単
に「検査のため使用する」から自分たちの身体に有害性があるため「正しく使用する」という
意識に変化した。リスクアセスメント全般に関する手順書を作成し、入れ代わる要員に知
識を教育する体制を構築し、法改正で求められている『自律的な管理』体制の確立に成功し
た。【まとめ】今回、順次追加される対象化学物質のリスクアセスメント義務化において当
検査室での体制を構築できた。しかし、法改正では事業場（病院）単位での対応が求められ
ているため、引き続き院内の医療安全管理委員会などを通して病院全体で同様に取り組ん
でいくことが課題となる。

O2-56-3
喀痰中に認められた悪性リンパ腫の一例
十七∙志帆（とな∙しほ）1、吉見∙舞子（よしみ∙まいこ）1、森宗∙奈都姫（もりそう∙なつき）1、堀田∙鮎（ほりた∙あゆ）1、
藤岡∙健一（ふじおか∙けんいち）1、山中∙清史（やまなか∙きよし）1、和泉∙才伸（いずみ∙としのぶ）1、竹井∙雄介（たけい∙ゆうすけ）2、
安松∙良子（やすまつ∙りょうこ）2

1NHO 姫路医療センター臨床検査科、2NHO 姫路医療センター病理診断科

【はじめに】喀痰中に悪性リンパ腫が認められることは比較的まれであり小細胞癌との鑑別
が重要になる。今回我々は、喀痰中に認められた悪性リンパ腫の一例を経験したので報告
する。【症例】80代男性。息切れがあり他院を受診し、胸部XP、CTで異常陰影が認めら
れ当院紹介となった。CTにて左肺門部に空洞のある腫瘤、右腋窩、腹腔内、左鼠径部の
リンパ節に腫大を認めた。肺癌が疑われ、気管支鏡検査および右腋窩のリンパ節生検が行
われた。【細胞所見】喀痰細胞診で、壊死性背景に、N/C比大、核腫大した裸核状の異型細
胞が鋳型配列を成しており、クロマチンは微細顆粒状に増量していた。以上より、小細胞
癌が疑われた。【組織所見】気管支鏡検査にて左肺門部の筋成分を含む気管支壁が採取され
た。多数の細胞が間質にみられたが多くが挫滅していた。これらの細胞は免疫組織化学染
色にてLCA、CD20陽性、AE1/AE3陰性であり悪性リンパ腫が疑われたが、確定診断は困
難であった。その後、右腋窩リンパ節生検を実施した。リンパ節構造は消失しており、中
～大型のcentroblasticな細胞がびまん性に増殖していた。免疫組織化学染色にてCD20、
bcl2、bcl6陽性であり、CD5陰性であった。以上より、びまん性大細胞型B細胞性リンパ
腫の診断となった。【考察】喀痰細胞診を見返したところ、上記の異型細胞の背景にはリン
パ球がみられ、核小体をもつ大型リンパ球も認められた。これらの大型リンパ球は結合性
に乏しく悪性リンパ腫の細胞であると考えられた。細胞診では小細胞癌を第一に考えたが、
背景や細胞の形態、大小不同を観察し、臨床所見も参考にしながら悪性リンパ腫との鑑別
を行うべきであったと考える。

O2-56-2
腹水細胞診にて確定診断が困難であった悪性腹膜中皮腫の一例
山田∙寛（やまだ∙ひろし）1、田村∙武豊（たむら∙たけと）1、小幡∙博美（おばた∙ひろみ）1、嶋谷∙泰明（しまたに∙やすあき）1、
佐伯∙仁志（さえき∙ひとし）1、新田∙幸一（にった∙こういち）2、原田∙佳明（はらだ∙よしあき）1、安田∙律（やすだ∙りつ）3、
前田∙知人（まえだ∙ともひと）4

1NHO 舞鶴医療センター臨床検査科、2NHO 京都医療センター臨床検査科、 
3NHO 舞鶴医療センター消化器内科、4NHO 舞鶴医療センター外科

【はじめに】悪性中皮腫は漿膜から発生する比較的稀な腫瘍である。胸膜原発が大半を占め、
ほとんどが悪性で予後不良である。悪性腹膜中皮腫は腹腔内に多発する腫瘤と腹水を生じ
るため、癌性腹膜炎との鑑別を要する。今回、我々は腹水細胞診やセルブロックを用いた
免疫組織化学染色において診断に至らず、腹膜生検にて診断が得られた悪性腹膜中皮腫を
経験したので報告する。【症例】70歳代男性。18～31歳の13年間造船所での勤務歴がある。
20XX年9月より腹部膨満感にて近医を受診した。治療、経過観察中の20XX年11月精査、
治療目的に本院紹介となった。胸腹部CTにて腹水貯留（5L程度）が認められたため、腹水
穿刺を施行し、腹水細胞診が行われた。異型細胞ありとしてセルブロックを作成し、免疫
組織化学染色を施行したが確定診断には至らなかった。20XX+1年1月確定診断のため、
外科的に腹腔鏡下試験開腹術（腹膜生検）が施行された。【細胞所見】軽度の核の腫大、核形
のやや不整を有する異型細胞が散在性や集塊で認められた。中皮由来の細胞の増加が見ら
れ、反応性中皮細胞と悪性中皮腫との鑑別が困難であった。【組織所見】軽度の不整を示す
類円形核と好酸性の胞体を有する腫瘍細胞の集塊がシート状に認められた。免疫組織化学
染色にてCalretinin、WT1、D2-40陽性、CEA陰性であった。また、MTAPは一部減弱、
BAP-1の欠失は認められなかった。【考察】悪性中皮腫におけるMTAP及びBAP-1の感度は
文献的にそれぞれ60.8％、45.1％であることから本症例の様に欠失を認めない症例も考え
られる。臨床像や細胞像から得られた情報をもとに必要に応じて腹膜の切除生検も視野に
入れたアプローチをすることも重要である。

O2-56-1
診断に苦慮した腸管子宮内膜症の一例
沖本∙玲子（おきもと∙れいこ）1、貞島∙健人（さだしま∙けんと）2、森内∙博紀（もりうち∙ひろき）3、高木∙紀人（たかき∙のりと）4、
内橋∙和芳（うちはし∙かずよし）1

1NHO 佐賀病院病理診断科、2佐賀大学医学部附属病院消化器内科、3NHO 佐賀病院外科、 
4NHO 佐賀病院泌尿器科

【はじめに】腸管子宮内膜症は、子宮内膜組織が腸管壁で増殖する非腫瘍性疾患である。消
化管の出血、隆起、狭窄などの臨床症状や内視鏡所見から癌の疑いで生検されるが、病変
の存在部位や粘膜表層の炎症性変化等により診断に難渋することも多い。【症例】50代、女
性。健診で便潜血陽性となり、大腸内視鏡検査目的に当院紹介。S状結腸に20mm大のISP
病変が認められた。強いほ発赤と自然出血を呈しSM浸潤癌疑いで生検施行。生検組織では
高度な炎症細胞浸潤とフィブリン析出を伴うびらんや潰瘍が見られ、一部の腺管に軽度の
核異型を認めたが炎症に伴う反応性異型と考えられた。後日病変に対しESDが試みられた
がnon lifting signを認め、再度生検のみ施行。2度目の生検組織でも腫瘍性異型と反応性
異型との鑑別が困難であった。その後、癌の可能性が否定できないため腹腔鏡下S状結腸切
除術が行われた。病変の割面では粘膜下から筋層に境界明瞭な約1.5cmの白色充実結節が
認められた。組織学的には肥厚した固有筋層を主座として子宮内膜組織が分葉状に分布し、
びらん状の粘膜表層にも露出していた。免疫組織科学的に腺上皮はER、陽性、CK陰性、間
質細胞はER、CD10陽性を示し、腸管子宮内膜症の診断に至った。【考察・結語】腸管子宮
内膜症は漿膜下層や固有筋層に多く、消化管の狭窄、粘膜下腫瘍様隆起を形成する。本例
では、粘膜面に発赤、nびらんを呈し、後方視的に評価すると子宮内膜組織が粘膜表層に露
出していたが、炎症による腺上皮の幼若化、再生性変化のためHE染色のみでの診断は困難
であった。腺腫や腺癌と誤認される可能性もあるため、隆起を伴う炎症性粘膜の鑑別に本
疾患を挙げておくことが重要である。
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O2-57-3
患者の意向に寄り添いタイミングを逃さない意思決定支援～副看護師長会
の取り組みと今後の課題～
濱田∙里香（はまだ∙りか）、立石∙くるみ（たていし∙くるみ）、的場∙美香（まとば∙みか）、福永∙将也（ふくなが∙まさや）

NHO 指宿医療センター外科・泌尿器科・眼科・小児科

当院では令和5年4月から事前指示書の運用を開始した。院内でACP指針や事前指示書の
運用の手引きを整備し、全看護師を対象に学習会を実施した。1.事前指示書の運用開始の
背景2.ACPにおける事前指示書の位置づけ3.事前指示書の作成のプロセスと看護師の役割
について、各マニュアルに沿って説明をした。学習会では患者の意向を引き出し多職種で
共有することの大切さや、先を見据えた介入の必要性を伝えた。また、多職種カンファレ
ンス時に使用するカンファレンスシートに「患者の意向」を記載する欄を設け、患者が大切
にしていることや、患者の希望はいつでも患者に関わる全てのスタッフが共有できるよう
に変更した。学習会後に事前指示書を作成した事例が3例あり、患者が望む在宅での看取
りができた。ACP指針に沿って患者の意向を確認し、緩和ケアチームのラウンドによる症
状緩和や、MSW、退院支援委員による在宅への支援など、多職種が協働して患者と関わっ
た事例が多くあった。受け持ち看護師は患者、家族を中心に多職種と連携する過程の中で、
患者、家族が望む最期が迎えられる支援をすることに喜びや達成感を感じていた。患者の
意向に寄り添いタイミングを逃さず意思決定支援をするためには、患者が今後、辿るであ
ろう経過や、患者、家族が望むことを全てのスタッフが共有し、それぞれが専門性を発揮
していくことが重要だと考える。今回、看護師を対象に緩和ケア委員会と連携し学習会を
実施したが、リハビリや栄養科など他職種のスタッフには学習会を実施していない。患者、
家族に関わる全てのスタッフが、ACPを理解し患者の意向に寄り添うケアが多職種で協働
できるように学習会を計画したい。

O2-57-2
A病棟看護師が感じるアドバンス・ケア・プランニング活動を阻害する困
難要因
瓜田∙学（うりた∙がく）、岡本∙月江（おかもと∙つきえ）、大司∙綾菜（だいし∙あやな）、中屋∙千春（なかや∙ちはる）、
藤永∙美恵子（ふじなが∙みえこ）、渡邉∙成雄（わたなべ∙しげお）、酒見∙博之（さけみ∙ひろゆき）

NHO 山口宇部医療センター看護部4階病棟

【目的】A病棟看護師が感じるACP活動を阻害する困難要因を明確にする。
【研究期間】令和4年10月から令和6年2月
【対象】A病棟の同意が得られた看護師26名
【研究対象】ACPに関する勉強会の実施前後にアンケートとインタビュー調査を行い、アン
ケートは単純集計、インタビューは質的帰納的分析

【倫理的配慮】B病院の倫理審査委員会の承認を得た。
【結果】アンケート結果では「ACPを実践出来ているか」について勉強会前後で大きな変化は
見られなかった。インタビューよりACP活動を阻害する困難要因として『患者の治療や思
いを医師や家族へ代弁する事への葛藤』『治療をして良くなろうとしている患者とACPの話
をする困難さ』『治療をして良くなろうとしている患者とACPを合わせる困難さ』『時間を
設けて進める困難さ』『患者・家族との人間関係を構築できていない』『ACPの知識・経験
が不足しているため実践できていない』の6つのカテゴリーが挙がった。

【考察】ACPにおいて患者の価値観の確認だけでなく、話し合うプロセスに困難を感じてい
ると考える。また、限られた入院期間で患者と話すことは困難であるため、患者の価値観
の理解ができるか葛藤していると考える。患者の経過、意思確認の情報共有を多職種で行
えるようにACPの環境を整え、継続した啓発・教育・環境整備を行うことが必要である。

【結論】ACP活動を阻害する困難要因として、患者の価値観の認識だけでなく、対話してい
くプロセスに困難を感じること、患者の価値観を理解できているか常に葛藤していること
が挙がる。

O2-57-1
南京都病院における非がん性呼吸器疾患患者に対する包括的緩和ケアの取
り組み
西田∙憲二（にしだ∙けんじ）1、角∙謙介（すみ∙けんすけ）2

1NHO 南京都病院看護部、2NHO 南京都病院呼吸器科

【目的】当院では、非がん性呼吸器疾患（以下：NMRD）患者に対し、呼吸器内科医師、精神
科医師、呼吸器疾患分野・認知症分野の認定看護師（以下：CN）、病棟看護師によるカンファ
レンス（以下：CF）である、「包括的緩和ケアラウンド」を2022年から実施している。CF
での取り組みを振り返り、NMRDの緩和ケアで必要なことを考察した。【活動内容】毎週1
回、NMRD患者を各病棟1名以上ピックアップし、CFを実施している。CFでは、対象患
者の状況を病棟看護師がプレゼンし、緩和ケアの観点で問題のケアをメンバーで検討する。
症状緩和、今後の見通し等は呼吸器内科医師、心理的ケア、薬剤調整は精神科医師、認知
症看護CN、呼吸器看護について呼吸器疾患看護CNと各職種の専門的意見の共有を行って
いる。そして、当院で作成した「お気持ち確認シート」を用い、患者、家族から収集した価
値観や今後への希望、思いを統合することにより、病期に応じたケアプランを検討してい
る。そして、検討したプランを、患者の主治医へ情報提供、病棟看護師、コメディカルに
周知を行い、NMRD患者の人生の最終段階のケアに繋げている。また、病棟看護師が緩和
ケアの必要な患者のピックアップし、CFに参加することで、NMRD患者の緩和ケアを学ぶ
ことに繋がったとの声がある。【結論】がんと異なり、増悪と寛解を繰り返し、また、終末
期と増悪の区別のつきにくい予後予測の困難なNMRD患者に対し、全人的な患者情報の共
有、対応を専門知識を持つスタッフがケアを検討する機会は有益と考える。そして、CFは
NMRD患者に対して緩和ケアの必要性を病棟看護師が学び、実践する機会にも繋がると考
える。

O2-56-5
当病理検査室での検体採取への取り組み～治験用病理組織検体採取の運用
と課題～
相羽∙拓矢（あいば∙たくや）1、関口∙光（せきぐち∙ひかり）1、大石∙彰太（おおいし∙しょうた）1、西山∙あゆみ（にしやま∙あゆみ）1、
成清∙羊佳（なりきよ∙みか）1、秋元∙成美（あきもと∙なるみ）1、苅部∙正宏（かりべ∙まさひろ）1、山川∙博史（やまかわ∙ひろし）1、
石井∙源一郎（いしい∙げんいちろう）2、酒井∙隆浩（さかい∙たかひろ）3

1国立がん研究センター東病院臨床検査部、2国立がん研究センター東病院病理・臨床検査科、 
3国立がん研究センター東病院臨床研究コーディネーター室

【はじめに】令和3年10月より施行された臨床検査技師等に関する法律の改正により, タス
ク・シフト/シェアに関する厚生労働大臣指定講習会が開催されており, 我々臨床検査技師
が実施可能な業務が追加されている. 当院では治験に関わる血液検体等の検査の管理を当検
査部が担っており, 当病理検査室においても治験依頼者との病理手順確立から治験を目的と
した病理組織検体の処理, 発送までを当室で管理している. 本題では当室での検体採取への
取り組み, 主に治験用病理組織検体採取の運用を紹介する.

【運用】2024年3月現在, 当院で稼働中の治験数は523試験であり, 試験により検体処理手
順は様々である. 採取フローは以下の通りである.
1.被験者の組織採取日決定後に治験コーディネーターよりオーダーを病理治験担当者（担当
者）へ提出.
2.担当者は採取当日までに必要資材の準備や採取場所, 採取手順等の確認.
3.採取当日に現場より担当者へコールが入り, 採取補助や検体処理などを我々が実施.

【結果・課題】処理件数の実績は2021年は301件, 2022年度は188件, 2023年度は214
件と, 逸脱なく対応することができている. 多様化, 増加する試験に対応するためにも要員
への教育方法, 関連部門との情報共有の徹底については今後の課題として挙げられる.

【まとめ】一次サンプル採取及び取扱いは検査業務を行う上で重要なプロセスである. プレア
ナリシスの管理という観点からも病理検査の知識を有した臨床検査技師が治験に関わる, 且
つ検体採取やそれらの補助に携わる意義は非常に高いと考える. 引き続き, 多職種とコミュ
ニケーションを取りながら臨床検査技師として, 検体採取の標準化に努めていきたい.
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O2-58-1
当院での転位型大腿骨頚部骨折に対するCPPアプローチセメント使用人工
骨頭挿入術導入の試み
田畑∙知法（たばた∙とものり）、福田∙貴仁（ふくだ∙たかひと）

NHO 大分医療センター整形外科

【はじめに】著者は2017年から転位型大腿骨頚部骨折に対してCPPアプローチ人工骨頭挿
入術を行ってきた．2019年に大学病院から現在の一般整形外科専門医研修施設の当院へ異
動となり，ほぼすべての症例に対して同じ手技で専攻医に執刀させ，指導的助手として手
術を行ってきた．ほとんどの症例をセメント非使用で行い，セメント使用は年間数症例で
あった．大腿骨頚部/転子部骨折診療ガイドライン2021（改訂第3版）が発行され，人工骨
頭挿入術にはセメント使用を提案されるようになったこともあり，教育的観点から2023
年からは全例セメント使用人工骨頭挿入術を行うようにした．【目的】転位型大腿骨頚部骨
折に対するCPPアプローチセメント使用人工骨頭挿入術導入の経験・成績を報告すること．

【結果】対象は2023年に施行した38関節．男性12関節，女性26関節．平均年齢81.6±
11.8歳，Canal flare index（Campagne-flute：4関節，Normal：29関節，Stovepipe：
5関節）．手術時間93．4±12.9分．使用セメントは低粘性20関節，高粘性18関節．セ
メントステム術後評価のBarrack分類はA：11関節，B：24関節，C：3関節．周術期合
併症はステム周囲骨折2関節，セメントプラグの遠位への移動1関節，遠位部からのセメン
ト漏出1関節，表層感染2関節であった．【考察】セメント導入に当たっては，適切な温度管理，
環境整備，十分な術前シュミレーションが重要であり，セメント使用経験の少ない専攻医
でも十分な自己研鑽と指導の下であれば合併症少なく施行可能である．

O2-57-6
急性期病院の臨床倫理コンサルティングチームにおける医師の役割
深田∙陽子（ふかた∙ようこ）1、井上∙祥明（いのうえ∙よしあき）2、江上∙雅代（えがみ∙まさよ）3、矢野∙智英（やの∙ちえ）3、
竹田津∙雄介（たけたつ∙ゆうすけ）4、吉田∙嘉子（よしだ∙よしこ）3、安部∙初美（あべ∙はつみ）3、児玉∙健介（こだま∙けんすけ）5、
鶴田∙悟（つるた∙さとる）6、岡本∙龍郎（おかもと∙たつろう）7、川中∙博文（かわなか∙ひろふみ）8、末永∙康夫（すえなが∙やすお）9

1NHO 別府医療センター糖尿病・内分泌内科、2NHO 別府医療センター地域連携室、 
3NHO 別府医療センター看護部、4NHO 別府医療センター事務部、5NHO 別府医療センター精神科、 
6NHO 別府医療センター消化器科、7NHO 別府医療センター呼吸器外科、 
8NHO 別府医療センター消化器外科、9NHO 別府医療センターリウマチ科

【背景】大分県東部医療圏に位置する当院は救急医療をはじめ地域の中核病院として機能し、
院内に臨床倫理コンサルティングチーム（以下チーム）を有する。【取り組み】2016年にチー
ムが発足し、多職種（医師、MSW、医療安全係長、専門・認定看護師、専門職、院外弁護
士）で構成している。医療チームだけでは解決困難な症例の倫理問題に対し、個別相談を受
けたり、現場で患者及び家族の意見聴取を行い、医療ケアチームとJonsenの4分割表を活
用した倫理カンファレンスを行っている。【現状】2023年度は倫理相談33件、倫理カンファ
レンス21件を実施し相談内容は「患者の意思決定能力」が最多であった。チーム会議を月1
回開催し、チーム内で依頼内容の情報共有や事例の振り返り、院内の倫理的な課題への取
り組みを行うなどの役割を担っている。また、臨床における倫理的な問題を共有する場と
して院外にも開放した倫理カフェを年2回開催している。2017年からは、これまで検討し
た事例から「臨床倫理Q＆A ～困ったときに手に取るガイド～」を作成した。電子カルテ内
に導入し当院職員であれば誰でも即時に閲覧できる環境を構築している。【チームにおける
医師の役割】倫理カンファレンスでは、緊急/緊急以外に関わらず、実働可能な医師が複数
科かつ複数人在籍することで、臨床での問題に即座に対応し、医師の精神的負担も軽減す
る役割を担っている。【今後の課題】これまでのチームの活動内容を分析・解析しながら振
り返ることで、院内における倫理的な問題を抽出し、チームの医師として医療ケアチーム
が安心して相談できる体制を強化し、地域での倫理的問題にも取り組める医療機関として
貢献を行っていく。

O2-57-5
治療継続を望む終末期にある肺がん患者への意思決定支援
布施∙克美（ふせ∙かつみ）、岡田∙亜理紗（おかだ∙ありさ）、永峰∙淳子（ながみね∙あつこ）、坂井∙みさき（さかい∙みさき）、
尾中∙昭之（おなか∙あきゆき）

NHO 京都医療センター呼吸器病棟

【はじめに】病状進行により抗がん剤治療継続のリスクを説明されたが、「しんどくても抗が
ん剤治療を継続したい」と希望された患者に行った意思決定支援に対し、患者の本当の思い
は何だったのかを明らかにしたいと考えた。デスカンファレンスを通して価値観を捉える
ことの重要性を改めて学んだため報告する。【看護の実際】肺がん疑いで転院された60歳代
男性。入院後すぐに病的骨折等の治療を行いながら精査を行い、肺がんと確定されたのち
抗がん剤治療が開始となった。抗がん剤治療開始後も全身状態の悪化傾向にあり、治療継
続について何度も医師からICされるが、患者は強く治療を望まれた。看護師は、治療継続
に疑問を抱きながら、患者の思いを聞き出したいと関わった。患者の希望を取り入れる形で、
実施できる治療を継続していたが状態変化は著しかった。患者が治療中止を申し出たのは、
病状が急速に悪化した時であり、本心は聞けないまま看取りとなってしまった。【結果考察】
デスカンファレンスで、JONSENの臨床倫理4分割表を用いて振り返り、患者と看護師の
価値観に相違があることが分かった。看護師は、治療を行う中で状態悪化が進行する患者
に対し抗がん剤の中止は利益と捉えた。しかし患者にとって抗がん剤治療は、生きる希望
であり、患者のQOLにおいて利益であった。振り返りを行う中で、患者の価値観や真意を
知ろうとする関りは、揺れ動く患者、家族へ寄り添う看護であり、納得のいく意思決定支
援に繋がることを学んだ。【おわりに】病状進行の早い患者や告知を受けた患者の抱える悲
しみや怒りなどの心情を汲み取り、患者の価値観を把握するための関りを行っていきたい。

O2-57-4
臨床倫理4分割法を用いて、意思決定を支えるための倫理カンファレンス
の実施を試みて
羽鳥∙裕美子（はとり∙ゆみこ）1、金子∙千春（かねこ∙ちはる）1、瀬田川∙奈津子（せたがわ∙なつこ）2、福田∙佳子（ふくだ∙よしこ）1、
丸山∙広貴（まるやま∙ひろき）1、柳原∙佳代（やなぎはら∙かよ）1

1NHO 高崎総合医療センター看護部、2元NHO 高崎総合医療センター看護部

【目的】1．副看護師長が問題意識を持ち、倫理カンファレンスを開催できる2．看護師が倫
理カンファレンスを経験し、意思決定支援に必要な看護を明確にできる【活動の概要】看護
師は、患者の生命にかかわる身近な存在であり、精神的な負担から時にはやりがいを見失
うこともある。見失わないための方法にカンファレンス開催は有効といわれている。事例
を省察する場を作ることは、看護ケア・患者への関心に目が行き、やりがいを向上させる。
そこで患者の意思決定を支えるための倫理カンファレンスを実施し、必要な看護を明確に
できることを目標に活動した。【成果】倫理カンファレンスの実施件数は15看護単位×2回
を予定し29回実施した。延べ参加者は283名で平均参加者は9.76名/回だった。看護計
画に反映できた件数は26件（89.6％）、もやもやが解消した件数は26件（89.6％）、意思決
定に必要な看護が明確になった件数は29件（100％）だった。倫理カンファレンスでは、治
療方針・患者の意向・周囲の意向・患者のQOLを検討し、意向のずれや不足情報が明確に
なり、看護の方向性が明確になった。【考察】スタッフは、患者の病状の理解度や希望は何
かを把握することが重要であることに気づき、倫理カンファレンスの必要性を感じ、課題
を見つけることができたと考える。患者に関心を持ち、意思決定のプロセスへ関わること
は看護のやりがいに繋がると考える。副看護師長として問題意識を常に持ち、倫理カンファ
レンスが日常的に継続できるように今後も活動していきたい。
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O2-58-5
大腿骨近位部骨折患者の受傷前ADLと退院先は初回再診率と骨粗鬆症治療
継続率に影響するのか？
栗原∙里紗（くりはら∙りさ）1、藤嶋∙洋子（ふじしま∙ようこ）1、舞島∙航太郎（まいじま∙こうたろう）1、
松下∙菜保美（まつした∙なおみ）1、魚野∙浩美（うおの∙ひろみ）1、納村∙直希（おさむら∙なおき）2

1NHO 金沢医療センター看護部、2NHO 金沢医療センター整形外科

【目的】大腿骨近位部骨折に対する受傷前のADL、当院からの退院先が再診率、治療継続率
に与える影響を検討した。

【対象】当院退院後の初回再診予約をした大腿骨近位部骨折患者192名を対象とした。受傷
前のADLおよび当院からの退院先別に再診率、治療継続率に有意差があるか統計学的に評
価した。また、回復期病院は二次性骨折予防継続管理料2を算定する病院を回復期1、算定
しない病院を回復期2と細分化した。統計はカイ二乗検定を用いて、p＜0.05で有意差あ
りとした。

【結果】全体の退院後初回再診率は73.4％、治療継続率は79.6％であった。退院先別再診
率は、自宅96％、回復期59％、療養型45％、施設85%であった。自宅と施設は回復期
と療養型と比較して有位に再診率が高かった。また、回復期1は再診率74％であり、回復
期2の45％と比較して有意に再診率が高かった。退院先別治療継続率は、自宅89%、回復
期71%、療養型83%、施設85%であり、いずれも有意差は認めなかった。受傷前ADL別
の再診率は、独歩69%、杖71%、歩行器82%、車いす85%、治療継続率は独歩76%、杖
81%、歩行器86%、車いす85%であり、いずれも有意差は認めなかった。

【考察】当院退院後の初回再診率と治療継続率は概ね同程度であり、非再診患者の大多数が
治療を中断していた。本調査では自宅や施設退院より回復期病院からの再診率が低かった。
最終的な生活場所に戻る前に経由する病院が一つ増えると、当院の再診認識が薄れる傾向
にあった。特に二次性骨折予防継続管理料未算定の回復期病院からの再診率が低かった。
シームレスな骨粗鬆症治療実現のために、このような病院に対する連携の強化が当院の課
題である。

O2-58-4
大腿骨頚部骨折・転子部骨折術後患者の尿排出障害に影響する要因の検討
佐合∙操（さごう∙みさお）、田中∙陽子（たなか∙ようこ）、小嶋∙俊久（こじま∙としひさ）、松井∙真弓（まつい∙まゆみ）

NHO 名古屋医療センター整形外科

【目的】A病院での大腿骨頚部骨折・転子部骨折術後患者の尿排出障害に影響する要因を明
らかにすることを目的とした。【方法】対象は平成28年4月1日～令和5年9月30日に大腿
骨頚部骨折・転子部骨折で入院し、手術を受けた患者とした。2回以上導尿を要したものを
排尿障害ありとした。調査項目は年齢、性、骨折部位、ALB値（入院時、術後1日目、術後
7日目）入院前のADL（移動能力）、認知機能障害とし、尿排出障害の有無で比較した。【倫
理】施設において倫理委員会の承認を得て実施した。【結果】対象患者は1569人。平均年齢
80.9歳、女性73.2％。尿排出障害あり群（あり群）は295人（18.8％）であった。あり群は
なし群に比し、年齢は高く（85.13歳VS79.9歳、P＜0.05）転子部骨折の頻度は高く（49.5％
VS40.5％）ALBは有意に低く、入院前移動能力、認知機能は有意に悪かった。多変量解析
にて、年齢、ALBが独立した入院時のリスク要因として抽出された。（年齢OR1.048 95％
CI1.031~1.065　入院時ALB：OR0.613 95％ CI0.471~0.798）。カットオフ値は年齢
83.5歳、入院時のALB値は3.75g/dlであった。【考察】転子部骨折、移動能力、認知機能
は年齢の影響が大きい要因と考えられた。【結論】A病院では年齢、ALB値が尿排出障害に
影響する独立したリスク要因であり、入院時の年齢が83.5歳以上、ALB値が3.75g/dl以
下の患者は尿排出障害のハイリスク群となりうることが明らかになった。看護計画立案時
の情報となると考える。

O2-58-3
大腿骨転子部骨折に対する middle femoral nail 挿入術後のインプラン
ト周囲骨折（infra-isthmal fracture）の1例
松田∙昌大（まつだ∙まさひろ）、小林∙洋樹（こばやし∙ひろき）、鈴木∙黛（すずき∙まゆ）、内川∙貴太（うちかわ∙たかひろ）、
畑∙亮輔（はた∙りょうすけ）、石濱∙寛子（いしはま∙ひろこ）、安田∙明正（やすだ∙あきまさ）、栩木∙弘和（とちぎ∙ひろかず）

NHO 埼玉病院整形外科

大腿骨転子部骨折術後のインプラント周囲骨折は多く発生している. しかし, 意外にも
femoral nail のインプラント周囲骨折に対する治療のまとまった報告は少なく, 治療法は確
立していない. 特にmiddle femoral nail（MFN）の使用例は治療が難渋することがあるた
め, 治療が奏功した一例を報告する. 
症例は90歳代女性. 2021年9月に不安定型右大腿骨転子部骨折の診断でMFNを使用した
観血的整復固定術を施行した. 術後31日に経過良好で施設退院となった. 2024年4月に再
度転倒. ネイル先端部での大腿骨骨幹部インプラント周囲骨折の診断となり, 遠位骨折部の
プレート固定を施行した. 術後10日に再度大腿部痛の訴えあり, 単純X線写真でプレート
の脱転を認めた. 鋼製牽引を開始し, 術後27日に再手術を施行. インプラントを全て抜去
し, Sliding Hip Screw（SHS）で近位部を固定. その後ロングの逆行性髄内釘をSHSとスク
リュー孔を1つ共有し挿入した. 後療法は患肢免荷, 可動域は制限なくリハビリを開始, 経
過は良好であった. 
本症例のようなMFNのインプラント周囲骨折ではshort femoral nailのように単にlong 
femoral nail に入れ替えるだけでは固定性が得られない. また, 固定法は骨折型によって都
度慎重に検討する必要があり, 手術は高難易度となる. 不安定型の大腿骨転子部骨折に関し
ては術後成績の非劣勢, 手術時間短縮の報告からlong femoral nailではなくMFNの使用
も増えていくと予想される. しかし, 再骨折のリスクが高い症例は遠位骨幹部でのインプラ
ント周囲骨折の可能性を考慮し, MFNの使用は慎重に検討する必要がある.

O2-58-2
3科（内科・整形外科・歯科）連携し大腿骨近位部骨折術後の二次性骨折予
防を行った治療介入の現状
中山∙雄介（なかやま∙ゆうすけ）、日下部∙徹（くさかべ∙とおる）、下郷∙麻衣子（しもざと∙まいこ）

NHO 京都医療センター整形外科

【背景・課題】大腿骨近位部骨折を受傷すると再骨折率が上昇し、患者の健康度や歩行能力、
死亡リスクに負の影響を及ぼす。この問題に対してR4年度より大腿骨近位部骨折に対し手
術を行った患者に、骨粗鬆症の評価と治療を行う場合に二次性骨折予防管理料が算定可能
となった。【取組内容】R4年度よりクリニカルパスに骨粗鬆症評価を追加し、二次性骨折予
防管理料1を年間約90例算定する事ができたが、退院後に外来で算定できる二次性骨折予
防管理料3は0件であった。R5年度より二次性骨折予防外来の予約枠を新設し積極的に二
次性骨折予防管理料3を算定する方針とした。しかしR5年度は約20％しか二次性骨折予防
管理料3を算定することができなかった。R6年度より更に二次性骨折予防管理料3算定率
上昇に向けて、大腿骨近位部骨折で入院中の患者に対して週1回内科医師、整形外科医師、
歯科医師、による3科合同カンファレンスを開始した。カンファレンス後には病棟を全員で
ラウンドし、患者にパンフレットを手渡し退院後の骨粗鬆症治療の必要性を説明している。
通院できる患者には外来の予約を積極的にとり、当院に通院できない患者に対しては、退
院までに当院での検査結果を診療情報提供書に記載し、かかりつけ医師に骨粗鬆症治療を
個別に依頼している。R4年までは主治医に上記介入が任意で任されており大腿骨近位部骨
折術後に充実した骨粗鬆症治療介入ができていなかったのが現状である。3科連携し主治医
の負担軽減に努め、大腿骨近位部骨折患者に充実した医療を提供できることを目指し活動
している。
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O2-59-3
肝生検が診断に必須であった多発肝腫瘤
東∙美緒（ひがし∙みお）1、萩原∙裕也（はぎはら∙ゆうや）2、清水∙嶺（しみず∙れい）2、中原∙日菜（なかはら∙ひな）2、
松原∙佑太（まつばら∙ゆうた）2、池田∙未緒（いけだ∙みお）2、高鳥∙真吾（たかとり∙しんご）2、山口∙晃弘（やまぐち∙あきひろ）2、
江本∙桂（えもと∙かつら）3、三上∙修治（みかみ∙しゅうじ）3、小泉∙淳（こいずみ∙じゅん）4,5、倉持∙みずき（くらもち∙みずき）2

1NHO 埼玉病院臨床研修部、2NHO 埼玉病院消化器内科、3NHO 埼玉病院病理診断科、 
4NHO 埼玉病院放射線科、5千葉大学大学院医学研究院放射線科

【はじめに】肝腫瘤の鑑別として、肝細胞癌、肝内胆管癌、転移性癌、肝膿瘍、肝嚢胞、血管腫、
血管肉腫、過誤腫、悪性リンパ腫などが挙げられる。多発肝血管腫だけでは説明がつかな
い肝腫瘤を肝生検によって診断しえた症例を提示する。【症例】発熱、嘔気、黄疸を主訴に
来院した53歳女性。来院時T-Bill 2.8 mg/dL, D-Bill 1.7 mg/dL, AST 40 U/L, ALT 44 
U/L,γ-GT 164 U/L, ALP 304 U/Lと肝胆道系酵素上昇とCRP 27.17 mg/dLと炎症反応
高値を認めた。造影CTでは肝実質に多数の不整な腫瘤性病変を認め、辺縁部に結節性多発
濃染性腫瘤があり血管腫が疑われた。S8に存在するLDAに関しては血管外漏出を伴ってい
るため、他院でIVRを施行し血管外漏出部をセレスキューで塞栓した。未治療のS4病変は
均一で中等度の造影と既存の血管腫を取り込むような巨大腫瘤であり、肝膿瘍の可能性を
考え当院で抗菌薬投与を開始した。肝門部・肝周囲のリンパ節腫脹も伴っていたことから
悪性腫瘍を疑い肝生検を施行した。針生検でびまん性大細胞型B細胞リンパ腫と診断され
た。【結論】多発血管腫では説明のつかない腫瘤に対し、画像所見・検査所見の推移から肝
生検を要すると判断し、びまん性大細胞型B細胞リンパ腫と診断しえた。

O2-59-2
当院における公開肝臓病教室と同時開催の肝炎検診の意義
小園∙亜希（こぞの∙あき）1、吉原∙涼子（よしはら∙りょうこ）1、井手口∙眞子（いでぐち∙まこ）2、園田∙桃子（そのだ∙ももこ）2、
宮崎∙成加（みやざき∙なるか）2、山下∙晶穗（やました∙あきほ）3、加來∙正之（かく∙まさゆき）3、橋本∙規雅（はしもと∙のりまさ）4、
森山∙祐一（もりやま∙ゆういち）4、今鷹∙貴梨子（いまたか∙きりこ）4、杉∙和洋（すぎ∙かずひろ）5

1NHO 熊本医療センター薬剤部、2NHO 熊本医療センター看護部、 
3NHO 熊本医療センター栄養管理室、4NHO 熊本医療センター臨床検査科、 
5NHO 熊本医療センター消化器内科

【はじめに】世界保健機構は、7月28日を世界肝炎デーと定め、肝炎に関する啓発活動実施
を提唱している。平成20年より国と地方自治体主導で肝疾患対策の取り組みを開始し、ウ
イルス肝炎公費助成制度や肝疾患拠点病院を中心とする肝疾患診療ネットワークの整備が
進められた。

【取り組み】熊本医療センター（当院）は、県中央ブロックの地域中核病院として、かかりつ
け医と医療連携を緊密にするとともに、地域へ啓発活動を行う役割を担っている。当院の
熊本県肝疾患コーディネーターを有する職種は、看護師、臨床検査技師、管理栄養士、薬
剤師であり、肝炎ウイルス検査の受検勧奨が共通の取り組みである。今回、一般地域住民
に正しい知識の普及と最新治療の情報提供を行うこと、また、熊本県肝疾患診療連携の構
築を進めるため、公開肝臓病教室を開催した。同時に、全参加者のうち肝炎ウイルス検査
未受検の希望者に、無料肝炎ウイルス検査を実施した。講演後のアンケートより、勉強になっ
た、参考になったと参加者の意見をいただくことができた。肝炎ウイルス検査は、25/53
名（47.2％）が受検し、陽性者/実施数（陽性％）は、HBs抗原1/25件（4％）、HCV抗体
1/25件（4%）であった。陽性者は、肝炎専門医療機関を受診、経過フォローとなった。

【課題】公開肝臓病教室は、一定の評価を得た。肝臓病について様々な相談に対応できるよう、
肝臓病患者やその家族と意見交換会開催の検討も必要であると考える。肝臓病教室同時開
催の無料肝炎ウイルス検査は、受検率の向上に期待ができた。しかし、県外参加者の受検
希望者に対応ができない状況である。自治体と協力し、熊本県肝疾患連携の構築を進めて
いきたい。

O2-59-1
当院での肝炎ウイルス検査陽性者に対する肝臓内科紹介の現状評価
田中∙哉枝（たなか∙かなえ）1、大山∙賢治（おおやま∙けんじ）2、原田∙賢一（はらだ∙けんいち）3、川上∙穂南（かわかみ∙ほなみ）1、
谷本∙夏実（たにもと∙なつみ）1、冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）4、南崎∙剛（みなみざき∙つよし）5、久留∙一郎（ひさとめ∙いちろう）6

1NHO 米子医療センター栄養管理室、2NHO 米子医療センター肝臓内科、 
3NHO 米子医療センター消化器内科、4NHO 米子医療センター呼吸器内科、 
5NHO 米子医療センター整形外科、6NHO 米子医療センター循環器内科

【目的】近年、肝炎診療においてはC型肝炎のDAA製剤、B型肝炎の核酸アナログ製剤など
進歩がめざましい一方、未受診者への受診勧奨や抗がん剤・免疫抑制剤などによるB型肝炎
ウイルス（以下HBV）の再活性化が問題となっている。ウイルス性肝炎対策には肝臓非専門
医から専門医への紹介受診体制の構築が必要である。当院における肝臓内科受診体制を構
築するために、現状評価することを目的とした。

【方法】当院入院及び外来患者を対象に、2021 ～ 2023年度のHBV関連検査の実施状況、
HBs抗原陽性者の肝臓専門医への紹介率（以下、専門医紹介率）と臨床検査値を調査した。

【成績】2021、2022、2023年 度 の 順 にHBs抗 原 陽 性 率 は2.6 ％（86/3262）、2.6 ％
（90/3438）、2.1％（50/2416）、HBV-DNA検査率は48.8％（42/86）、56.7％（51/90）、
24.0％（12/50）であった。HBs抗原陽性者の専門医紹介率は38.4％（33/86）、40.0％

（36/90）、36.0％（18/50）、そのうちALT 38 IU/L以上（当院ALT異常値）での専門医紹
介率は36.4％（4/11）、63.6％（7/11）、50.0％（4/8）であった。過去3年間を後方視的
に調査した結果、2023年度はHBV-DNA検査率や専門医紹介率は増加していなかった。

【結論】現状の陽性者拾い上げに関しては不十分といえる。肝臓非専門医から専門医への紹
介受診体制の早急な対策が必要である。

O2-58-6
交通外傷で受傷した距骨頸部骨折（Hawkins2型）に対して観血的整復固定
を行った1例
武内∙豪（たけうち∙ごう）、小林∙洋樹（こばやし∙ひろき）、鈴木∙黛（すずき∙まい）、松田∙晶大（まつだ∙あきひろ）、
内川∙貴太（うちかわ∙たかひろ）、増本∙奈 （々ますもと∙なな）、畑∙亮輔（はた∙りょうすけ）、石濱∙寛子（いしはま∙ひろこ）、
安田∙明正（やすだ∙あきまさ）、栩木∙弘和（とちぎ∙ひろかず）

NHO 埼玉病院整形外科

【はじめに】距骨は2つの弧状面と4つの平面の6面から成り、下腿と足部を連結する重要
な役割をする。距骨骨折は全骨折のうちの1％以下と稀な骨折ではあるが、無腐性壊死や変
形性関節症などの重篤な続発症を生じやすく治療に難渋することが多い。今回交通外傷に
よりHawkins分類2型の距骨頸部骨折を生じた1例を提示する。【症例】症例は44歳男性。
バイク運転中乗用車と接触受傷され、受傷当日に近医受診。X線およびCT検査で距骨骨折
を認めたため、整復固定実施の上加療目的に当院紹介受診となった。受傷翌日に当院受診。
再度撮影したX線検査および3D再構築画像を含めたCT検査で体部骨片が距骨下関節で亜
脱臼しており、距骨頸部骨折（Hawkins2型）と診断。手術目的で入院となった。受傷6日
後に手術を施行した。前内側、前外側からのdual incisionを用いてアプローチした。骨折
部を整復し、K-wire2.0mmで仮固定を行った。前後方向2本のcannulated cancellous 
screwを用いて固定した。経過良好で術後5日目に退院となった。術後1カ月でのX線検査
で圧潰なく経過、PTB装具装着下で免荷歩行を開始し、術後2カ月で全荷重を許可した。術
後1年のX線・MRI検査で骨癒合を認め、距骨の圧壊像はなく、無腐性壊死や変形性関節症
などの続発症は認めなかった。【考察/結語】距骨の表面は60％が関節軟骨に覆われており
流入血行が少ないという解剖学的特殊性を有している。そのため，距骨骨折は無腐性壊死
を起こしやすく、治療困難な骨折の一つである。今回は距骨頸部骨折に対して観血的整復
固定を行った1例を呈示した。術後1年で良好な結果が得られ、今後も慎重な経過観察を要
する。
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O2-60-1
HCUにおける早期のリハビリテーション介入のための取り組みを行って
岩崎∙拓海（いわさき∙たくみ）1、
釜谷∙真由（かまや∙まゆ）2、渡辺∙伸一（わたなべ∙しんいち）1、中橋∙聖一（なかはし∙せいいち）1、櫻井∙隆晃（さくらい∙たかあき）1、
向井∙万祐子（むかい∙まゆこ）1、水谷∙圭介（みずたに∙けいすけ）1、伊藤∙直有希（いとう∙なおゆき）2、森田∙恭成（もりた∙やすなり）3

1NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、2NHO 名古屋医療センター看護部、 
3NHO 名古屋医療センター集中治療科

【背景】救命センターにおけるリハビリテーション（リハ）の内容や体制は施設により大きく
異なる。当院ではICUの早期リハ加算と言語聴覚士（ST）の専任化を行っているが、HCUで
のリハは各科の判断に任され、実施割合が低いことが問題であった。その問題を解決する
ため、多職種からなる早期リハチームで検討し取り組みを行った。【方法】取り組み内容は（1）
看護師間で早期リハや鎮静・鎮痛管理、せん妄対策などの重要性を勉強会等で周知し、（2）
2023年4月から早期リハを励行する文面を患者の電子カルテ上に記載した。解析対象は、
2022年度（介入前群）と2023年度（介入後群）のそれぞれ9 ヶ月間（4 ‐ 12月）にHCU入
室した患者の2群とし、背景・入院中の情報、リハ介入、転記について診療録より後方視的
に取得した。【結果】介入前群（1314人）、介入後群（1641人）を解析対象とした。2群間比
較では、ST処方の有無（p=0.000）、リハ開始までの日数（p=0.000）、食事開始までの日
数（p=0.021）、在院日数（p=0.002）、自宅復帰割合（p=0.001）、死亡割合（p=0.024）で
有意差を認め、入院総医療費が減額（介入前群：平均値1322348±1445631、介入後群 
1126210±1014014）し、各金額帯調査でも低額帯が軒並み2023年で割合が増加した。

【結論】今回の目的であった救命センターでの早期によるリハ実施率の向上は達成し、ST処
方数も増加した。今回の取り組みで、在院日数短縮や自宅復帰率の改善と医療費の削減が
みられた。結果として、ST介入割合の増加により早期経口摂取開始が可能となり、ADL改
善や早期退院に繋がったと考えられる。今回は単施設における前後比較であり、今後さら
なる解析が必要と考えられる。

O2-59-6
超高齢者に発症した胆嚢捻転症の1例
徳本∙雄己（とくもと∙ゆうき）1、安部∙智之（あべ∙ともゆき）2、吉川∙雄大（きっかわ∙ゆうだい）2、手嶋∙真里乃（てしま∙まりの）2、
山口∙恵美（やまぐち∙めぐみ）2、壽美∙裕介（すみ∙ゆうすけ）2、河内∙雅年（こうち∙まさとし）2、堀田∙龍一（ほった∙りゅういち）2、
豊田∙和広（とよた∙かずひろ）2

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター消化器外科

【はじめに】胆嚢捻転症は,比較的稀な疾患である.画像診断の進歩によって術前診断がつく
ことも多い.本疾患は先天的要因として遊走胆嚢があり,物理的要因が加わることで発症す
る.今回,腹腔鏡下胆嚢摘出術を完遂した1例を経験したため,文献的考察を加えて報告す
る．【症例】96歳,女性.x年5月右季肋部痛で前医受診した.急性胆嚢炎の診断で,絶食と抗
生剤加療を行った.症状の改善を認めないため,発症後2日目に当院紹介となった.腹部所見
で右季肋部を最強点とした腹部全体の圧痛を認めた.血液生化学検査で,WBC 15700 ／μ
l,CRP 18.3 mg ／ dlと炎症反応上昇を認めた.肝胆道系酵素は正常範囲内であった.造影
CTで胆嚢は緊満し,肝床部の造影増強効果を認めた.胆嚢壁の造影効果が乏しく,胆嚢壊死
の所見であった.MRCP像では胆嚢管が途絶していた.緊急で腹腔鏡下胆嚢摘出術の方針と
なった.臍より1st portを留置し,腹腔内を観察すると胆嚢全体は赤黒色に緊満し,胆嚢捻転
の所見であった.Working spaceが非常に狭いため,右下腹部に12mm portを追加して,
カメラポートとして3portで手術を行った.胆嚢は,胆嚢床との付着部と胆嚢管を軸に反時
計回りに720度捻転し,壊死していた.捻転を解除し,胆嚢床との付着部を切離した.胆嚢管
と胆嚢動脈を一括で処理して,標本を摘出した.手術時間は46分,出血量は1mlであった.術
後経過良好で術後7日目に退院となった.病理診断で悪性所見なく,胆嚢捻転による胆嚢壊
死の所見であった．【結語】今回,腹腔鏡下胆嚢摘出術を完遂した超高齢者の一例を経験し
た.本疾患は,高齢で亀背の患者に発症することが多く,通常のポート配置では手術操作が困
難であると予想されたためreduced portで手術を行った.

O2-59-5
術前診断に難渋した胆嚢捻転の2例
和田∙征路（わだ∙せいじ）、岡本∙光司（おかもと∙こうじ）、東∙勇気（ひがし∙ゆうき）、八木∙康道（やぎ∙やすみち）、
加藤∙洋介（かとう∙ようすけ）、大西∙一郎（おおにし∙いちろう）

NHO 金沢医療センター研修医

【はじめに】胆嚢捻転は全人口の4~8%に認めるとされる遊走胆嚢を先天的素因とて発症し,
治療は緊急外科的切除が必要とされている。治療方針決定にあたり,画像による診断が重
要とされている.今回,早期の外科的治療が奏功した胆嚢捻転の2例を経験したので報告す
る.【症例】症例1は85歳女性.突然の心窩部痛,嘔気を自覚し,救急搬送.CT,MRIで遊走胆嚢,
胆嚢捻転疑いの所見を認め,当科紹介となり緊急手術となった.術中所見では180度の胆嚢
捻転があり、腹腔鏡下胆嚢摘出術施行,術後3日目に退院となった.症例2は63歳男性.突然
の右上腹部痛を自覚し,救急搬送.CTで胆嚢腫大,胆嚢壁の浮腫性変化があり,胆嚢炎疑いで
緊急手術となった.術中所見では,血性腹水,胆嚢壊死を認め,胆嚢は360度の捻転している
状態であり.腹腔鏡下胆嚢摘出術施行,術後4日で退院となった.【考察】胆嚢捻転は全人口の
4~8%に認めるとされる遊走胆嚢を先天的素因とし,これに内臓下垂や亀背,るい痩,排便,
出産,急激な体位が加わって発症するとされている。遊走胆嚢は 1型, 2 型に分類される。
自験例では,術後診断はそれぞれ症例1, 1 型,症例2,　2 型の診断となった.遊走胆嚢,胆嚢
捻転の特徴的所見について自験例を後方視的に検討し,報告する.

O2-59-4
急性胆嚢炎に対する緊急腹腔鏡下胆嚢摘出術中に副交通胆管を指摘した1例
清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、横山∙由依（よこやま∙ゆい）、
印牧∙弘貴（かねまき∙ひろき）、羽田∙拓史（はだ∙たくみ）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、田中∙健太（たなか∙けんた）、
富永∙奈沙（とみなが∙なさ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、多代∙充（たしろ∙みつる）、
末永∙雅也（すえなが∙まさや）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【始めに】緊急胆嚢摘出術において、術前に指摘されていない胆管の解剖学的変異は胆管損
傷の危険因子となる。比較的まれとされる副交通胆管を術中に指摘した1例を報告する。【症
例】患者は30歳台の女性。10日前から繰り返す心窩部痛のため近医を受診し当院に紹介と
なった。受診時、採血で肝胆道系酵素は正常であったが炎症反応を認め、CTで胆嚢の腫大、
胆嚢頸部に結石を認め、急性胆嚢炎の診断で緊急手術の方針となった。MRCPでは胆嚢管
および術中に指摘された副交通胆管は描出されなかった。腹腔鏡下に胆嚢摘出術を行った。
胆嚢頸部に結石の嵌頓を認めたが、頸部の漿膜を切開し胆嚢管の同定が可能であった。胆
嚢頸部から胆嚢管に移行する部位の背側で切離した微細な索状物から胆汁の流出を認めた。
胆汁流出の原因が不明であったため、critical view of safetyを確認した上で胆嚢管、胆
嚢動脈を切離し、胆汁の流出する索状物が副交通胆管であると判断してクリッピングした。
胆嚢を摘出し、胆汁漏のないことを確認し、ドレーンを留置して手術を終了した（手術時間
159分、出血量100ml）。切除した胆嚢には副交通胆管の肉眼的所見は確認できず、病理学
的にも特記すべき所見を認めなかった。術後は慎重に観察を行い、術後7日目に退院となっ
た。外来での経過観察においても経過に異常を認めなかった。【考察】副交通胆管は術前に
診断されている症例の報告が多いが、微細なものは術前の指摘が困難と考えられる。術前
に指摘されていない微細なものは術中に切離を回避することは困難と考えられ、切離した
際の胆汁の流出を見逃さず対処することが重要と考えられた。
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O2-60-5
頸椎固定術後に咽頭後壁腫脹により重度嚥下障害を呈した症例
大島∙彪介（おおしま∙ひょうすけ）1、櫻井∙隆晃（さくらい∙たかあき）1、岩崎∙拓海（いわさき∙たくみ）1、
中橋∙聖一（なかはし∙せいいち）1、江口∙馨（えぐち∙かおる）2

1NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、2NHO 名古屋医療センター脳神経外科

【はじめに】頸椎固定術後では咽頭後壁の腫脹により嚥下障害が遷延するリスクがある。今
回咽頭後壁腫脹により重度嚥下障害を呈したが、細かな評価訓練と代償指導を行い経口摂
取開始となった症例を経験したため報告する。【症例】60代男性。頚椎症性脊髄症と診断。
手術目的でX月Y日に入院、Y＋1日に前方後方同時固定術（C4-C6除圧固定）を実施。Y＋
2日よりST介入開始。【経過・評価】ST初回評価では、意識清明、口唇・舌の可動範囲縮小、
喉頭挙上範囲縮小・緩慢であった。RSST：2回/30秒、MWST：3b、FT：3、安静時から
咳嗽が頻回にみられた。介入開始後より嚥下機能低下を認め、Y＋8日には安静時から湿性
嗄声を認め唾液誤嚥レベルとなった。同日VF検査を実施し、画像上で第4頸椎部を中心と
して咽頭後壁の腫脹を認め、また濃いとろみ水分で咽頭クリアランス低下や不顕性誤嚥を
認めた。VF評価後は開口訓練や前舌保持嚥下などの間接訓練や、顎突出嚥下、息こらえ嚥下、
ハフィングなどでの直接訓練を実施した。Y＋15日ではMWST：5、FT：5、嚥下機能の
改善を認め、全粥/五分菜食一口大で食事提供開始となった。Y＋17日に再度VF検査を実
施、画像上で明らかに咽頭後壁の腫脹が軽減していた。液体で軽度喉頭侵入あるものの喀
出可能、米飯やパンで軽度咽頭残留認めたが追加嚥下や交互嚥下で咽頭クリアランス低下
を認めた。【考察】本症例では頸椎固定術後に咽頭後壁腫脹が生じ、その影響で嚥下障害を
認め食事開始までに時間を要した。臨床所見のみならず画像所見や嚥下造影検査などから
情報を得て、腫脹が軽減するまで間接訓練の継続や安全な嚥下をするための代償手段を模
索する必要があると考えられた。

O2-60-4
ギラン・バレー症候群により嚥下障害を呈し，経管栄養から普通食摂取ま
で至った1例
木場∙優斗（こば∙ゆうと）1、坪井∙丈治（つぼい∙たけはる）1,2、小林∙孝輔（こばやし∙こうすけ）1、中橋∙聖一（なかはし∙せいいち）1,3、
橋本∙里奈（はしもと∙りな）4

1NHO 東名古屋病院リハビリテーション科、2愛知学院大学大学院心身科学研究科、 
3NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、4NHO 東名古屋病院脳神経内科

【はじめに】ギラン・バレー症候群（GBS）は，急性に四肢筋力低下や感覚障害，球麻痺を
きたす自己免疫性の末梢神経障害で,一般的に予後良好な疾患である.多くは6 ヶ月以内に
回復するとされているが,15 ～ 20%に生活に支障をきたす永続的な後遺症がみられる.本
症例は発症8 ヶ月時点で，高度の四肢麻痺や嚥下障害が残存したが，嚥下訓練を継続した
ことで普通食が摂取可能となったため報告する．【症例】52歳，男性．診断名:GBS．現病
歴:X-8 ヶ月に発熱し，間質性肺炎と診断．複視，四肢麻痺，ふらつき，感覚異常，自発呼
吸停止をみとめ，気管内挿管・人工呼吸器管理となり，A病院でGBSと診断された．その後，
胃瘻造設し，発症8 ヶ月後に当院転院となった．身体所見:四肢麻痺，顔面麻痺，気管切開，
胃瘻をみとめた．コミュニケーションは，口形や文字盤で意思疎通が可能だった．嚥下機
能:RSST:1回/30秒，嚥下Gr1-2であった．【経過】週5回20 ～ 40分間の嚥下訓練を実施
した．訓練内容は，開口-閉口訓練，口唇突出-横引き，舌可動域訓練，舌筋力訓練，あくび・
ため息法，変法シャキア，バルーン法を実施した．定期的な嚥下造影検査にて訓練効果を
判定し，徐々に回復をみとめ，発症から3年5 ヶ月後に嚥下Gr3-9となった．【考察】本症
例はGBSにより，球麻痺症状をきたし，舌の機能低下や食道入口部開大不全を呈した．嚥
下訓練としてバルーン法を実施し，即時効果がみられ，咽頭残留や分割嚥下の回数が減少
した．本症例は長期にわたり，嚥下訓練を行ったことで，関連組織への嚥下運動の再学習
効果が得られたため，普通食の摂取に至ったと考えた．

O2-60-3
急性硬膜下血腫により右大脳半球全域及び左大脳半球の一部を損傷した重
症例に離乳食が開始できた乳児の一例
仲宗根∙健太（なかそね∙けんた）、荻原∙博（おぎはら∙ひろし）、荒川∙智洋（あらかわ∙ともひろ）、石塚∙裕大（いしづか∙ゆうだい）、
西∙宏和（にし∙ひろかず）、大纒∙正士（おおまとい∙まさし）、小笠原∙聡（おがさわら∙さとし）、五十嵐∙恒雄（いがらし∙つねお）、
小川∙哲史（おがわ∙さとし）

NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科

【はじめに】小児の嚥下訓練では口腔・咽頭領域の形態的な成長を考慮したリハビリテーショ
ンが重要である。今回、急性硬膜下血腫により右大脳半球全域と左前頭葉が損傷した症例
に対して、離乳食が開始できた乳児の1症例を経験したので報告する。【症例】1歳前半男児、 
身長76cm、体重約10kg。左片麻痺を認め過緊張となると体幹は反り返り、頸部は右側方
後方へ屈曲。口腔・咽頭領域では左顔面神経麻痺を認め、舌の可動は前後が中心。唾液処
理能力は残存していた。【発達歴】受傷時生後1歳未満。坐位、はいはい、つかまり立ち未
獲得。ミルクのみで離乳食は始まっていなかった。【現病歴】X年Y月自宅のソファーから転
落。頭部受傷による右急性硬膜下血種のため当院にて緊急開頭血腫除去術施行。気管挿管、
人工呼吸器管理となった。第15病日抜管。第16病日PT開始。第49病日頭蓋形成術施
行。第104病日言語聴覚士（ST）の介入開始となった。【経過】第104病日からST開始。第
114~120病日姿勢、食形態の選定に試行錯誤を重ねながらBest swallowの検出及び嚥下
動態の確認。第121~130病日座位保持装置に乗車しゼリーから嚥下訓練を開始。第131
病日にお昼のみ離乳食初期の粥ゼリーから経口摂取を開始した。【考察】Masonらは、乳児
期における触覚、味覚、嗅覚等の口腔刺激の重要性を強調しており、本症例は間接・直接
嚥下訓練により口腔・咽頭領域の感覚や運動機能が賦活され嚥下運動を促進していったと
考えた。また、市場らは脳の可塑性に関して小児では損傷半球の回復、対側半球による機
能再編が成人と比べ高いと推察している。本症例も機能全体の向上を認め、脳の可塑性に
より回復した可能性が高いと考える。

O2-60-2
軽症～中等症COVID-19入院患者における転帰時経口摂取状況と、基本
属性、嚥下機能との関係性
小村∙紘路（おむら∙こうじ）、鬼頭∙和也（きとう∙かずや）、鈴木∙健之（すずき∙たけゆき）、高橋∙伸寿（たかはし∙のぶひさ）

NHO 静岡医療センターリハビリテーション科

【背景】軽症～中等症COVID-19患者は、呼吸器症状が軽微であるにもかかわらず、経口
摂取困難となる例が散見されるが、経口摂取困難と関連する因子に関する報告は不足して
いる。軽症～中等症COVID-19入院患者における転帰時経口摂取状況と、基本属性、嚥
下機能との関係性を調査した。【方法】本研究は単施設ケースコントロール研究である。対
象は、COVID-19にて入院し、リハビリテーション（リハ）処方があった40例から、重
症COVID-19、発症前から経口摂取非自立、入院中死亡を除外した35例とした。転帰時
Functional Oral Intake Scale（FOIS）、基本属性、嚥下機能は診療録より調査した。対
象者を経口摂取自立群（転帰時FOIS≧Lv.4，n=26）と経口摂取非自立群（転帰時FOIS＜
Lv.4，n=9）の2群に分けた。統計学的解析は、両群間の比較検定と、転帰時FOIS、基本属
性、嚥下機能の相関分析を実施した。【結果】対象者の26%は転帰時に経口摂取が非自立で
あった。経口摂取非自立群は経口摂取自立群と比較して、年齢が高く、入院時Body Mass 
Index（BMI）、Geriatric Nutritional Risk Index（GNRI）、リハ開始時Repetitive Saliva 
Swallowing Test（RSST）、転帰時Barthel Index（BI）が低かった（それぞれp＜0.05）。転
帰時FOISは、年齢（r=0.42）、入院時のBMI（r=0.55）、alb（r=0.38）、及びGNRI（r=0.57）、
リハ開始時のRSST（r=0.56）、Modified Water Swallowing Test（r=0.58）、Food Test

（r=0.35）、及びBI（r=0.62）、転帰時BI（r=0.91）と相関関係を示した（それぞれP＜0.05）。
【結論】非自立群は自立群に比べて年齢が高く、入院時のBMIとGNRI、リハ開始時RSST、
転帰時BIが低かった。また、転帰時FOISはこれらの指標と有意な相関を示した。
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O2-61-3
A病院精神科病棟における看護師の被身体的暴力の実態とその報告行動を
阻害する要因の調査
石川∙ゆかり（いしかわ∙ゆかり）、松山∙寿幸（まつやま∙としゆき）、古屋∙凌雅（こや∙りょうが）、峯∙彩香（みね∙あやか）、
三浦∙久美子（みうら∙くみこ）、児玉∙健介（こだま∙けんすけ）

NHO 別府医療センター精神科

【はじめに】精神科病棟では、看護師が患者から暴力を受ける頻度が高い傾向がある。当院
では暴力対応マニュアルを策定しているが、実際にマニュアルに沿い報告行動につなげる
看護師が少ない現状があった。【目的】被暴力体験の実態と、看護師の報告行動を阻害する
要因を明らかにすることを目的とした。【研究方法】被暴力体験と報告行動について精神科
病棟看護師24名を対象にアンケート調査を実施した。【結果・考察】アンケートには24名中
20名が回答し、179件の被暴力体験があった。「暴力の種類」「対応する人数」「外傷の有
無による報告行動」の要因で報告行動の有無に差がみられた。複数の看護師でケアを行う場
面で暴力を受けやすかったという結果からは、治療やケアへの拒否や複数の人間が接近す
る恐怖が暴力行動につながっていると推測される。被暴力体験を報告した理由は「暴力が問
題だと感じた」「治療を要する状況だった」等であり、報告しなかった理由は「精神疾患なの
で仕方がない」が半数を占めた。次いで「暴力を受けても外傷がなかった」と答えた看護師
が多く、外傷の有無によって報告行動が異なっていた。看護師は受けた暴力を患者の疾患
や感情表現によるものと認識し暴力として捉えていない、もしくは我慢している可能性が
ある。しかし、被暴力体験による抵抗感は、患者に必要なケアを提供することを困難にし、
患者の不利益となる可能性がある。【結語】本研究によって、被暴力体験の実態が明らかに
なり、看護師の報告行動には暴力による外傷の有無が影響していることが示された。今後、
外傷の有無にかかわらず報告行動をとることができる体制構築が必要である。

O2-61-2
精神科病棟に勤務する看護師の職場ストレス要因と職務満足度についての
調査
野澤∙楓（のざわ∙かえで）、小林∙美咲（こばやし∙みさき）、森∙有希代（もり∙ゆきよ）、今田∙弘美（こんた∙ひろみ）、
梅田∙正宗（うめだ∙まさはる）

NHO 久里浜医療センター精神科

【序論】本邦の精神科病院において病状や疾患別による病棟機能分化が進んでいる。当院で
は2021年10月の新棟移行に伴い精神科急性期、精神科慢性期、アルコール依存症病棟へ
機能分化がされた。病棟ごとに看護職員の配置や業務内容などが細分化され、職務環境に
差が生じている状況は看護師の職務性ストレスの内容と質で差が現れるのではないかと考
えた。【目的】精神科病棟に勤務する看護師の職場満足度とストレス要因を属性ごとに比較
分析しメンタルケアや職場満足度向上のための介入視点を明らかにすることを目的とした。

【方法】調査には看護師の職場満足度尺度と職場ストレッサー尺度を用い、当院の4つの精
神科病棟に在籍する看護師・准看護師87名に対し無記名の自記式質問紙法を行い62名か
ら回答を得た。【結果】それぞれの尺度の各因子でKruskal-Wallis検定を行った結果、看護
師の職務満足度尺度では職場ストレッサー尺度の「多忙・業務過多」「患者ケアに対する葛藤」
で閉鎖病棟が有意に高く、「看護に対する無力感」「業務遂行に伴う重責」で看護師経験年数
と精神科経験年数が少ない人が有意に高かった。「上司・同僚との葛藤」「患者ケアに対す
る葛藤」においては年齢で有意差が認められた。尺度全体の集計からは「看護師間相互の影
響」の満足度が高く「多忙・業務過多」がストレッサーの値として高いという結果が得られた。

【考察】若年層に対しては周囲がフォローし看護技術を実践できる環境を作り、到達度など
の評価をその都度本人へ伝えること、高年齢層に対しては風通しの良い職場風土づくりや
業務中の課題を共有する場を整えることが有効であると考える。

O2-61-1
看護師が被性的虐待児のフラッシュバックに対応する際の困難感
中村∙紗々羅（なかむら∙ささら）、新垣∙文菜（あらがき∙あやな）、片山∙友理子（かたやま∙ゆりこ）、中井∙浩（なかい∙ひろし）、
箕浦∙双郁子（みのうら∙ふゆこ）、水野∙好美（みずの∙よしみ）、福留∙亮（ふくどめ∙りょう）、村瀬∙薫（むらせ∙かおる）

NHO 東尾張病院精神科

【はじめに】フラッシュバックの苦痛から逃れるために患児が自傷行為や破壊行為をとる.そ
の対応をする看護師は疲弊を感じることがある。「性被害にあった場面でのリアルな言葉を
聞くのが辛い」という看護師の声も聞かれている。フラッシュバックで苦しむ患児に対応す
る看護師が受ける影響は大きい。【目的】看護師が被性的虐待児のフラッシュバックに対応
する際の困難感を明らかにする。【方法】半構造的面接を用いた質的記述的研究である。A
病院児童思春期病棟での勤務経験が1年以上ある看護師7名に対して集団面接を行った。看
護師として被性的虐待児のフラッシュバックに対応する際にどのような困難を感じたかに
ついて語ってもらい、逐語録から語りを抽出し、コードの類似性を吟味しカテゴリ化した。

【結果】看護師が被性的虐待児のフラッシュバックに対応する際の困難感では96のコードが
得られた。分析の結果、【ケアにおいて看護師が受ける影響】【衝動行為への陰性感情】【責
任感からくるプレッシャー】【ケアに対する不安】【ケアの未充足】【構造による安全対策の
不足】の6のカテゴリ、14のサブカテゴリが抽出された。【考察】看護師が感じた困難感の
6つのカテゴリは、『寄り添うことで負う心身の疲弊』、『看護師としての葛藤』、　『環境の不
足』の3つに集約された。【結論】被性的虐待児のフラッシュバックに対応する看護師は患児
に寄り添うことで疲弊を感じており、ケアに対する不安と看護師としての責任との間で葛
藤し、被性的虐待児だけでなく他患児も考慮して安全を確保するための環境の不足に困難
さを感じていた。

O2-60-6
看護師と連携した窒息高リスク患者スクリーニングの試み（第一報）
加地∙俊彦（かじ∙としひこ）1、谷山∙一夫（たにやま∙かずお）2、竹内∙真紀（たけうち∙まき）3、藤橋∙亜紀（ふじはし∙あき）2、
奥田∙弘美（おくだ∙ひろみ）2、山内∙芳宣（やまのうち∙よしのぶ）1、鳴戸∙敏幸（なると∙としゆき）1

1NHO 紫香楽病院リハビリテーション科、2NHO 紫香楽病院看護部、 
3NHO 東近江総合医療センター看護部

【背景】
当院の入院患者は神経難病および重症心身障害児者等が中心であり、入院患者の高齢化を
背景に、その多くは疾患や加齢に伴い嚥下機能が低下しており、潜在的な窒息のリスクが
あると言える。しかし、言語聴覚士（以下、ST）が依頼を受けて実際に評価を行っているのは、
明らかな嚥下機能障害を呈した一部の患者のみであり、これまで全患者を対象としたスク
リーニングなどは行われていなかった。今回我々は、入院患者のうち窒息のリスクがある
者を抽出することを目的に、簡便なチェックリストを用いたスクリーニングを実施したの
で報告する。

【方法】
当院入院中の患者で経口摂食を行っている77名を対象とした。看護部とSTと共同で、嚥
下機能低下を示唆する9項目からなるチェックリストを作成し、対象者に対して看護師が評
価を行った。チェックリストで2項目以上に該当した者については「高リスク患者」として
STに報告をし、看護師とSTで窒息リスクの低減を目的として事例検討を行った。

【結果および考察】
対象のうち、有効な回答が得られたのは54例（回収率70.1％）であった。そのうち、高リ
スク患者は49例（90％）であった。高リスク患者についての事例検討では、看護師とSTと
でリスク要因の再確認や食事形態、姿勢、食事介助の方法などについての意見交換がなさ
れた。またこのうち、窒息のリスクが高く、かつ多職種による対応の必要があると思われ
た1例については、理学療法士および作業療法士も介入して、食事場面のポジショニングお
よび食事介助方法なども再検討を行った。以上の取り組みは、院内の窒息リスクの低減に
つなげることができたと考える。
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O2-62-1
人工心肺症例数の少ない施設における工夫と評価
松田∙恵介（まつだ∙けいすけ）、二階堂∙俊輔（にかいどう∙しゅんすけ）、松田∙龍之介（まつだ∙りゅうのすけ）、
郷古∙昌春（ごうこ∙まさはる）、佐藤∙榛名（さとう∙はるな）、南∙志穂（みなみ∙しほ）、亀沢∙志帆（かめざわ∙しほ）、
千葉∙裕之（ちば∙ひろゆき）、氏家∙亜純（うじいえ∙あすみ）、滑川∙隆（なめかわ∙たかし）、畠山∙伸（はたけやま∙しん）

NHO 仙台医療センター臨床工学室

【背景・目的】当院は人工心肺症例が年間30例程度であるが、臨床工学技士が11名おり緊
急症例に対応する必要があるため、全員が人工心肺業務に対応することが求められている。
人工心肺業務における工夫について振り返り検証する。【方法】1.経験に依存しない人工心
肺操作を目的にバルブ式半閉鎖型体外循環法（VACC）を導入し、人工心肺開始時の操作映
像と送血流量の経過・循環動態からその効果を検証した。2.選択的脳分離体外循環を用い
る症例において分岐式脳送血法を導入しその効果について検証した。【結果】1.映像から安
定した操作が確認でき循環動態に大きな変動を及ぼすことなく意図した送血流量に調節で
きていた。2.分岐式脳分離法に変更することで回路のセットアップに要する時間が短縮し
操作も簡便となった。【考察】VACCは閉鎖回路として体外循環の開始および終了操作が可
能であるため、送血流量に対する脱血流量調節の協調操作が不要である。そのため操作自
体が単純であり初めての人工心肺でも安定した操作が可能であったと考える。選択的脳分
離におけるポンプ式送血では回路が複雑となる上に多くの配慮が必要であり、特に臨時症
例では操作者の精神的負担が大きかった。分岐式に変更することで回路セットアップの負
担も軽減され、送血操作も問題なく施行できているため当院においては利点が大きいと考
える。【結論】人工心肺業務の負担軽減のためVACCや分岐式脳分離を導入し一定の効果が
あった。

O2-61-6
精神科作業療法における業務の可視化に向けた取り組みとその成果～肥前
精神医療センターの取り組み～
田中∙成和（たなか∙しげかず）

NHO 肥前精神医療センターリハビリテーション科

【はじめに】精神科作業療法（以下OT）は疾患別リハと異なり一回の集団活動に従事するス
タッフ数・参加患者数・最低診療時間が明確に規定されていないため、働き方が多彩であり、
業務の可視化が難しい。一方で、一般的に生産性・質・効率性などの観点から業務の振り
返りを行うためには可視化は必須とされている。今回、肥前精神医療センター（以下肥前）
のOTにおいて、業務を可視化するためのツールを作成し2年間のデータから見えたことを
報告する。【目的】肥前のOTにおける業務の適正化を図るためのツールを作成すること。ま
たそのツールを使用し日々の業務の振り返りを行うこと。【内容】1年目はOT終了後、病棟
毎に作成してあるエクセルデータに、従事した療法士数や助手数に加え、算定件数・未算
定件数、その時に処方が出ている人数を入力。またその病棟の平均入院患者数を一月に一
度入力した。2年目は1年目で得られたデータをもとに、目標件数を意識しながら質・量の
バランスを週単位で担当療法士が検討し計画した。それをもとに日々の活動を実施してい
きながら1年目と同様に入力作業を行った。【成果】収益面では、年度ごとの活動日数には
大差がないものの算定件数を意識した診療を行うことで大幅に増収に繋げることができた。
また診療の質の面では、活動の目的性をより意識した活動を展開することができた。【今後
の課題】肥前における当該病棟の年次比較はできるが、認知症病棟と精神科急性期病棟の比
較など機能の異なる病棟間の比較は病棟機能上行いにくい。また、他施設との比較ができ
ないため自施設の強み弱みの判断がしにくい。

O2-61-5
軽度行動障害の経時的変化について：症例報告
松岡∙照之（まつおか∙てるゆき）1,2、今井∙鮎（いまい∙あゆ）2、中山∙千加良（なかやま∙ちから）2、成本∙迅（なるもと∙じん）2

1NHO 舞鶴医療センター精神科、2京都府立医科大学大学院医学研究科精神機能病態学

【目的】軽度行動障害（MBI）は50歳以降に生じる行動変化であり、認知症の初期症状と考え
られている。今回、MBIの症状の1つである妄想を認めた患者2例の経時的変化を報告す
る。【症例】症例1: 90歳台女性。独居。X-5年物忘れ、X-1年妄想が出現。X年9月当科受診。
MMSEは24点であり，軽度認知障害（MCI）、MBIと診断。治療拒否があり、X+1年11月
以降通院中断。X+2年11月当科再診。妄想が悪化しており、抗精神病薬を開始したところ、
妄想は少しずつ改善したが、認知機能障害は進行した。X+3年11月のMMSEは12点と認
知機能の全般的な低下を認めていたが、妄想は目立たなくなっていた。症例2: 70歳台女性。
独居。X-1年5月妄想が出現。X-1年9月脳神経内科受診。MMSEは26点であり、MCI
と診断されたが、10月以降通院中断。X年3月当科受診。MMSEは24点であり、診断は
MCI、MBIとした。抗精神病薬による治療により妄想は軽減したが、X+1年8月のMMSE
は22点であり、妄想よりも抑うつ症状の方が強まっていた。アルツハイマー型認知症に移
行したと考え、抗認知症薬、抗うつ薬、介護サービスの導入し、抗精神病薬は漸減中止した。
X+2年3月のMMSEは23点であったが、見当識障害と記憶障害の進行が目立っていた。【考
察】2症例とも妄想を認めており、診断としてMBIと考え経過観察した。経過とともに認知
機能障害が進行し、それに伴い妄想は軽減していた。MBIによる妄想の場合は、認知症の
進行とともに妄想も変化していく可能性がある。

O2-61-4
自閉スペクトラム症患者の依存症回復への取り組み～クライシス・プラン
を用いた依存症的行動への介入～
吉村∙大樹（よしむら∙だいき）、辻∙大輔（つじ∙だいすけ）、冨塚∙桃子（とみづか∙ももこ）

NHO 帯広病院精神科

A氏は20歳代男性で自閉スペクトラム症（Autism Spectrum Disorder：以下ASD）と診
断され、依存症的行動による生活破綻で入退院を繰り返していた。A氏に対しクライシス・
プラン（CRISIS－ PLAN：以下CP－J）を用いた介入により、A氏の二次的問題、衝動性コ
ントロールと依存症的行動の予防と対処について実践し、定着までのプロセスを通して検
証した効果について報告を行う。CP－J作成段階でA氏は自身の障害や特性を理解し、自
身における依存症的行動に対する対処方法を明確にすることができ、退院後の支援者との
コミュニケーションの大切さを認識し言語化することができた。作成したプランを退院後
に活用する中で、A氏はCP－Jに沿って自身を客観的に捉え、対処行動を実践することで
自己肯定感を向上させ安定した状態を維持することができた。また、CP－J活用中にA氏
自身が得た気づきをプランにフィードバックすることにより、A氏が主体性を持ち、問題点
の把握と代替行動や対策の考案に繋がり、依存症的行動による生活破綻なく過ごすことが
できている。本事例において、CP－Jは曖昧さが苦手、抽象的思考といったA氏における
特性に合致し、A氏が適切な代替行動を考案、実施するためのツールとして機能することが
できたと考える。以上のことから、ASD患者におけるCP－Jを用いた関わりは、ASDの特
性であるコミュニケーション障害や抽象的思考といった弱みをカバーし、視覚優位な認知
やルーティンワークへの集中力といった強みを活かすことができるという結果を得られた。
よってCP－JはASD患者の支援に有用であると考える。今後はA氏の地域の支援者と連携
しCP－Jの活用を継続していく環境づくりが課題である。
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O2-62-5
カルシウムコントロールに難渋した横紋筋融解症に対しCRRTとIRRTを施
行した1例
丸宮∙和也（まるみや∙かずや）1、中村∙貴行（なかむら∙たかゆき）1、四井田∙英樹（よついだ∙ひでき）1、宮川∙幸恵（みやがわ∙さちえ）1、
三村∙一眞（みむら∙かずまさ）2、部坂∙篤（へさか∙あつし）2、岩谷∙博次（いわたに∙ひろつぐ）2

1NHO 大阪医療センター臨床工学室、2NHO 大阪医療センター腎臓内科

【目的】悪性症候群は特定の治療や薬物の使用によって引き起こされる重篤な病態で、高熱、
筋強直、臓器障害などの症状があり横紋筋融解症を合併しやすい。今回、悪性症候群、横
紋筋融解症、急性腎障害（AKI）を併発した症例に対し持続的腎代替療法（CRRT）と間欠的腎
代替療法（IRRT）を施行したので報告する。

【症例】50歳男性。家で倒れており救急搬送され、くも膜下出血と診断された。保存的加療
の方針の中、悪性症候群、横紋筋融解症、AKIを併発しCRRTを開始。その後IRRTに移行した。

【経過】AKIに対してCRRTを開始。AKIと横紋筋融解症による低カルシウム（Ca）血症への
効果は不十分で、Ca製剤を投与した。炎症反応も高値で血液回路の早期閉塞を認めIRRTへ
移行した。回復期において腎機能は改善傾向であったが、Caリバウンドが起こり逆に高Ca
血症を呈した。そのため今度は、Ca除去目的でIRRTを継続し、高Ca血症は改善しRRTを
離脱できた。

【考察】横紋筋融解症による低Ca血症の原因は、筋細胞へのCa流入と壊死筋組織の石灰化
が考えられる。IRRTは、透析液からのCa補充でCa低下を抑えつつ、AKI時の高リン血症
を改善させることで石灰化抑制に寄与していた可能性がある。Caリバウンドでは壊死筋組
織に沈着したCaが遊離したためと考えられ、RRTによって過度の上昇を防いだ。

【結語】横紋筋融解、AKI合併例では、回復期のCaリバウンドを抑制すべく、挫滅筋での石
灰化を抑制するため、病初期より積極的なP除去と過度にならない範囲で必要なCa補充を
目的にRRTが有用と考える。

【COI開示】本発表に関連し、開示すべきCOI関係にある企業等はありません。

O2-62-4
下肢送血が困難な弓部大動置換術において、オープンステントグラフト展
開時に下大静脈より逆行性送血を行った1症例
木下∙雄司（きのした∙ゆうじ）

NHO 金沢医療センター臨床工学室

[はじめに]弓部大動脈置換術において、両下肢バイパス術後の下肢送血が困難な症例に対
し、脊椎虚血予防の目的で、オープンステントグラフト（以下OSG）の展開時に、下大静脈
より逆行性に送血を行った症例を経験したので報告する。[症例]75歳男性、身長161.3cm
体重55.2kg。上行大動脈から胸部下行までの大動脈瘤。既往歴は、両下肢バイパス、脳幹
梗塞、術前検査にて、左内頸動脈瘤が確認。大動脈内の粥腫が比較的多く、両下肢バイパ
ス術後でABIも低値であり、上行大動脈送血となった。[方法]胸骨正中切開、上行大動脈
送血、上下大静脈脱血にて体外循環を開始。直腸温30℃にて大動脈を遮断、順行性に心筋
保護液を注入して心停止とした。28℃にて循環停止後、頭部3分枝に脳分離カニューレを
挿入し、順行性に脳分離送血を行った。抹消側断端形成終了後、OSGを展開する際に、あ
らかじめ脱血回路の下大静脈側に、Yコネクタを用いて接続された二股に分けた送血回路の
片側を、術野での鉗子操作にて、送血側から脱血の下大静脈側へ回路をバイパス、逆行性
に送血を行った。[結果]体外循環時間は322分、大動脈遮断時間は256分、循環停止時間
は117分であった。体外循環からの離脱は特に問題なく行うことができた。術後、脊椎障
害の症状は見られなかった。[考察]OSGでは、空気や血栓による肋間動脈の閉塞が発生し
易やすいと言われている。OSG展開時に逆行性に送血し、血管内に血液充填を行うことで、
空気などの塞栓物の除去し、肋間動脈の閉塞を予防できたのでないかと考える。[結語]下
肢送血が困難な症例に対し、逆行性送血を行い、空気や血栓による脊椎虚血予防対策を行っ
た。

O2-62-3
集中治療室にて人工心肺を確立した症例を経験して
野口∙智生（のぐち∙ともき）、山崎∙友華（やまさき∙ともか）、木村∙若菜（きむら∙わかな）、小林∙克之（こばやし∙かつゆき）、
佐藤∙裕一（さとう∙ゆういち）、石川∙透（いしかわ∙とおる）、山田∙真義（やまだ∙まさよし）、河本∙峻（かわもと∙しゅん）、
佐藤∙将樹（さとう∙まさき）

NHO 埼玉病院臨床工学科

【はじめに】緊急症例術後、集中治療室での再開胸に至るケースは少なからずあるが、その
中でも再開胸時に人工心肺を使用することは稀である。今回人工心肺下にて止血を得た経
験をしたので報告する。【症例】50歳代、男性。救急搬入され、StanfordA型大動脈解離
の診断にて上行・弓部部分置換とオープンステントグラフト挿入を行った。第4病日に抜
管を行う際、血圧上昇を機に心嚢ドレーンより大量出血を認め、集中治療室で緊急再開胸
での止血を試みた。しかし、出血点はバルサルバ洞から肺動脈が穿破しており人工心肺下
での止血が必要と判断した。送血は上行大動脈にPCKC20Fr、脱血は右心房にDLP大静脈
カニューレ29/29Frを使用し人工心肺確立、止血を得た。第13病日に集中治療室退床し、
第56病日に独歩にて自宅退院した。【考察】緊急の大血管手術後の患者は凝固異常や炎症な
どで術後も出血のリスクがある。そのため再開胸のリスクも高い事から、日頃から再開胸
に備えた人員確保や物品整備が必要だと考える。今回、集中治療室での人工心肺確立は未
経験であったため他職種間で検討会を実施したことで課題が明確になり、迅速に対策を講
じることができると考えられる。【結語】症例を経験して他職種と検討会を行うことで、各
職種で課題が見つかったため今後に備え対策を講じていきたい。

O2-62-2
ポリマーコーティング人工肺に曝露された血液中のvon Willebrand因子
の傾向
村高∙拓央（むらたか∙たくお）、多賀谷∙正志（たがや∙まさし）、渡邊∙眞人（わたなべ∙まこと）、前東∙貴大（まえとう∙たかひろ）、
吉岡∙音奈（よしおか∙ねな）、岩崎∙光流（いわさき∙ひかる）、井元∙真紀（いもと∙まき）、久恒∙一馬（ひさつね∙かずま）、
岡野∙慎也（おかの∙しんや）、入船∙竜史（いりふね∙りゅうじ）、小田∙洋介（おだ∙ようすけ）、市川∙峻介（いちかわ∙しゅんすけ）、
半田∙宏樹（はんだ∙ひろき）

NHO 呉医療センター ME管理室

【はじめに】
体外循環回路における膜型人工肺は血液との接触により様々な生体反応が誘発される。こ
れらの生体反応に関する報告は多数あるが、von Willebrand Factor（VWF）の傾向は未
だ不明瞭である。今回、人工肺のコーティングが血液中のVWFに与える影響を評価するた
めにポリマー（ACP）およびヘパリン（IHP）コーティング人工肺を含む体外循環回路を使用
して、ヒト全血を用いた実験を行った。

【方法】
ACPまたはIHPコーティングした人工肺回路（各5系統）にヒト全血を循環させた。各実験
において循環開始0、8、16、24、および32時間後に血液を採取し、von Willebrand因
子定量値（VWFQ）および活性値（VWFA）を測定した。当該測定値に対し、コーティング
種別と循環時間が与える影響を二元配置分散分析で検討した。

【結果】
VWFAは循環時間に応じた低下を認めたが（p＜0.05）、VWFQは循環時間に応じた変化
を認めなかった。VWFQとVWFA共にコーティング別の推移に有意差を認め（p＜0.05）、
両者共ACPコーティングで低値を示した。

【考察】
循環時間の影響の解析でVWFAのみ低下を認めたことから、体外循環血液中のVWFは人
工肺との曝露時間に応じて量的変化ではなく質的変化が起こる事が示唆された。また、コー
ティング種別の影響の解析でVWFQとVWFAの両者共ACPコーティングで低下したこと
から、ACPコーティングはVWF保護に関する何らかの悪影響を及ぼす事が示唆された。

【結語】
ACPコーティングはVWF保護の点について、IHPコーティングより劣位である。
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O2-63-3
当院におけるSTAT画像所見報告へのシステム構築の取り組み
肥後∙雅子（ひご∙まさこ）、川俣∙圭輔（かわまた∙けいすけ）、大井∙邦治（おおい∙くにはる）

NHO 熊本再春医療センター放射線科

【背景・目的】画像診断検査において、撮影した画像を第一にみる診療放射線技師が緊急性の
高い画像を見つけたとき、直ちに報告することで迅速な診断や治療に繋げることができる。
JARTは「STAT画像所見報告ガイドライン」において、自施設の環境に合わせたSTAT画像
報告体制を構築する必要があるとしているが、当院での報告体制はない。また、2023年4
月のSTAT画像所見報告数を調査したところ、報告率30％（報告すべき症例13件に対し報
告数4件）と少ないことが分かった。そこで、緊急性のある症例の報告基準および体制を構
築し、STAT画像所見報告率の向上を目的とした。【方法】1.STAT画像所見報告数が少ない
ことについて特性要因図を作成し、要因分析を行った。2.得られた要因から対策を立案し
た。3.対策実施前2023年4月と対策実施後5月～ 3月までのSTAT画像所見報告率の比較
を行った。【結果】1.特性要因図を用いて要因分析を行った結果、a業務が忙しく画像が見る
時間がない、b報告すべき症例を見落としている、c個人の能力に依存している、d報告す
る際に伝え方が難しい、eどんな疾患を報告すればいいか分からないという5つの重要項目
を見出だした。2.得られた5つの要因から対策として、a画像確認するポイント・順番を決
める、b撮影した画像の振り返りを行う、c勉強会を実施し継続的な知識の向上をはかる、
d報告方法テンプレートを作成する、e報告基準を決めるという対策を立て実施した。3.対
策実施前4月と比較し、対策実施後5月～ 3月では報告率の増加の改善がみられた。【結語】
緊急性のある症例の報告基準および報告体制を構築したことで、STAT画像所見報告率に改
善がみられた。

O2-63-2
Compressed Sensingを使用したMRI画像の非可逆圧縮率の違いによる
視覚評価
梶原∙七海（かじはら∙ななみ）、上垣∙俊介（うえがき∙しゅんすけ）、清水∙史紀（しみず∙ふみのり）、藤田∙克也（ふじた∙かつや）、
宇賀神∙敦（うがじん∙あつし）、河合∙陽（かわい∙あきら）

NHO 栃木医療センター放射線科

【背景・目的】当院では新PACS導入にあたり，モニタ参照する臨床画像は全て非可逆圧縮を
行うこととなった．日本医学放射線学会のデジタル画像の取り扱いに関するガイドライン
2.0版では，圧縮率1/10までは非圧縮画像と臨床上同等とされている．今回我々は，撮影
時に画像圧縮を適用している高速化撮像技術Compressed Sensing を使用したMRI画像
の非可逆圧縮率の程度が主観的視覚評価に与える影響を検討した．【方法】Philips社製 MRI
装置 Ingenia Elition 3.0Tを使用し，Compressed Sensing - SENSE ; CSの reduction 
factor 2の頭部T2強調画像を，同意の得られた健常ボランティア6人に対し撮像した．
denoising値はsystem default，その他の撮像条件は，日本磁気共鳴専門技術者認定機構
の頭部推奨プロトコルに従った．取得した画像から非可逆圧縮の圧縮率1/5，1/8，1/10，
1/20の画像を作成した．4 point scale法を用い，画質全体の視覚評価を放射線診断専門
医2名によりそれぞれ行った．【結果】非可逆圧縮1/5，1/8，1/10，1/20おいて，視覚評
価の平均値は各々 4.00，3.92，3.92，2.58となった．【考察】視覚評価より圧縮率1/20
において低評価となる傾向があった．圧縮率1/5, 1/8, 1/10では評価に大きな差を認めな
かった事から，サーバーの負荷やガイドラインに照らし合わせると1/10までは許容される
圧縮率と考えられた．【結論】Compressed Sensing を使用したMRI画像の非可逆圧縮率
の違いによる主観的視覚評価に与える影響を検討した．Compressed Sensing を使用した
MRI画像は非可逆圧縮の圧縮率1/10までなら視覚的にも診断に耐えうる情報を維持してい
る事が示唆された．

O2-63-1
演題取り下げ

O2-62-6
急性エテンザミド（サリチル酸）中毒に対して持続的血液透析を施行した一例
小林∙尚幸（こばやし∙なおゆき）、眞∙隆一（しん∙りゅういち）、水瀬∙一彦（みずせ∙かずひこ）、千葉∙正士（ちば∙まさのり）、
持永∙悠（もちなが∙ゆう）、平尾∙健（ひらお∙たけし）、山本∙優希（やまもと∙ゆうき）、小林∙潤平（こばやし∙じゅんぺい）、
岩永∙健作（いわなが∙けんさく）、新藤∙充行（しんどう∙みつき）、井出∙有莉乃（いで∙ゆりの）、滝沢∙夏菜（たきざわ∙かな）、
内田∙卓希（うちだ∙まさき）、金原∙あみ（きんぱら∙あみ）、田中∙真澄（たなか∙ますみ）、竹田∙聡子（たけだ∙さとこ）

NHO 東京医療センター診療部麻酔科

＜症例＞既往歴として、痙攣、バセドウ病、双極性障害があり、過去にも過量服薬にて入
院歴のある33歳女性。両親と兄と祖父の5人と同居。抑うつ気分を晴らす目的、また躁状
態の時による買い物依存があり、外来にて精神科への入院を推奨していた経緯がある。今
回、買い物依存による高額請求が原因で、両親と口論から抑うつ状態となり新セデス78
錠（エテンザミド（サリチル酸）15600mg、アセトアミノフェン6240mg、カフェイン
3120mg）を服薬し、当院救急センターへ搬送された。＜経過＞救急隊現着時には、20/
JCS、RR18、PR114、BP92/58、SpO295%（room）、眼球上転、BT36.2。入院後X日、
PH7.29、PCO233.7、HCO3

-16.4mEq/L、AG24.8mEq/L、Lactate68.5mg/dL。 上 記
の結果から、AG開大性乳酸アシドーシスを認め、エテンザミド・カフェイン除去を目的と
した持続的血液透析（High Flow CHD）の開始となった。High Flow CHD開始後、経時的
にAGの低下が見られ、X+12時間経過した後にPH7.4、PCO240.2、HCO3

-24.3mEq/L、
AG15mEq/L、Lactate18.3mg/dLと改善が見られ、High Flow CHDを終了した。血液
透析後X+1日に意識状態の改善も認めたが、嘔気、めまい、微熱、感覚異常、ふるえ等の
SSRI離脱症候群と考えられる症状が続いたため、内服調整のちX+5日に自宅退院となった。
以後、当院外来にて経過観察中である。
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O2-64-1
Antimicrobial Stewardship Team専従薬剤師による血液培養陽性初期
情報の発信とその臨床効果
高田∙正弘（たかだ∙まさひろ）1,2、星川∙果南（ほしかわ∙かなみ）2、大森∙慶太郎（おおもり∙けいたろう）3、
吉野∙弘絵（よしの∙ひろえ）4、嶋田∙徳光（しまだ∙のりみつ）5、新開∙美香（しんがい∙みか）1、福岡∙義久（ふくおか∙よしひさ）4、
小川∙喜通（おがわ∙よしかず）2、首藤∙毅（すどう∙たけし）1,5

1NHO 呉医療センター感染対策部、2NHO 呉医療センター薬剤部、3広島大学病院感染症科、 
4NHO 呉医療センター臨床検査科、5NHO 呉医療センター外科

【目的】NHO呉医療センターではAntimicrobial Stewardship Team（以下，AST）の薬剤
師を専従化し，抗菌薬適正使用支援（Antimicrobial Stewardship：AS）を実践している．
その活動の1つとして，AST専従薬剤師は血液培養陽性の初期情報，つまり，グラム染色
検査による「推定菌情報」とそれに基づく「AS情報」を併せて発信する取組を始めた．筆者
が調べる限り，薬剤師のグラム染色検査を活用したAS活動がどの評価指標に影響を及ぼす
かの報告は見当たらない．

【方法】本研究は，取組前後（以下，Pre群，Post群）の評価指標を比較した単施設コホート
調査である．血液培養陽性の対象患者は，Pre群でAST薬剤師を専従化した2022年9月か
ら2023年1月（5 ヶ月間）の171名と，Post群で2023年5月の取組開始4 ヶ月後からの
2023年9月から2024年1月（5 ヶ月間）の219名とした．

【結果】血液培養の推定菌の一致は197件/209件（94.3％）であった．また，その初期情報
により抗菌薬が変更されたのは48件/184件（26.1％）であり，その主な内容は，スペクト
ル変更・追加が33件（68.8％），狭域化が11件（22.9％），初期抗菌薬の選択が4件（8.3％）
であった．抗菌薬適正化または狭域化までの日数は，Pre群の中央値4日（四分位範囲：2
～ 5日）からPost群の中央値3日（四分位範囲：1 ～ 4日）へ有意に減少した（p＜0.05）．
抗菌薬治療日数と30日死亡率は，それぞれ有意な変化を認めなかった（p＝0.29，p＝
0.33）．

【考察】血液培養陽性患者において，AST専従薬剤師と臨床検査技師協働による推定菌情報
は高い一致率であり，同時に発信するAS情報は初期抗菌薬をより早く適正化するといった
診療の質向上に繋がることが示唆された．

O2-63-6
整形外科領域における脊椎検査の放射線被曝量測定
森川∙栄士（もりかわ∙えいじ）1、東野∙恒作（ひがしの∙こうさく）1、飛梅∙祥子（とびうめ∙さちこ）1、嶌村∙将志（しまむら∙まさし）1、
佐々∙貴啓（ささ∙たかひろ）1、川崎∙元敬（かわさき∙もとひろ）1、横井∙広道（よこい∙ひろみち）1、林∙祐晃（はやし∙ひろあき）2、
石川∙正和（いしかわ∙まさかず）3

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター整形外科、2金沢大学医薬保健研究域保健学系、 
3香川大学医学部付属病院整形外科

【目的】X線透視は整形外科医にとって必要不可欠な診断ツールであるが，その職業被曝が
問題視されている．今回，実臨床における各脊椎検査の被曝量を計測，比較検討したので
報告する．【方法】脊椎検査を施行した33名，男性19名，女性14名を対象とした．内訳
は脊髄造影が12名，椎間板造影が6名，神経根ブロックが15名であった．神経根ブロッ
クに関してはX線照射線管球を同一患者に対し上方からの照射と下方からの照射を比較し
た．術者の母指にリング型バッチ，OSL線量計，防護服内外に即時型線量計を装着，管球
照射窓中央にOSL線量計を設置し各手技1秒換算での被曝線量を比較した．【結果】体幹
への被曝量は脊髄造影で防護服内0.027μSv/秒，防護服外0.328μSv/秒，椎間板造影
で防護服内0μSv/秒，防護服外0.034μSv/秒，神経根ブロック上から照射で防護服内0
μSv/秒，防護服外0.008μSv/秒，神経根ブロック下から照射で防護服内0μSv/秒，防
護服外0.007μSv/秒と脊髄造影が最も大きい結果となった．手指への被曝量は脊髄造影 
0.009mSv/秒，椎間板造影は0.006mSv/秒であったのに対し上から照射での神経根ブロッ
クは0.126mSv/秒と最も大きい結果であった．一方で神経根ブロックを下から照射に変更
すると0.0016mSv/秒と上から照射に比較し80分の1に減少した．【考察】脊髄造影では
術者の体幹への散乱線被曝が大きい結果となった．神経根ブロックは他の検査に比較し手
指への直接線被曝の影響が大きいと考えられたが，X線管球を下方からの照射に変更するこ
とで顕著に被曝を減ずることができることが分かった．【結論】放射線管球からの距離，照
射方向を変更することで被曝線量を軽減することが可能と考えられた

O2-63-5
X線透視装置におけるX線可動絞りからの漏洩線量低減効果の評価
柴田∙大貴（しばた∙だいき）、持留∙真作（もちどめ∙しんさく）、松永∙里香（まつなが∙りか）、岸田∙亮（きしだ∙まこと）

NHO 天竜病院放射線科

【目的】本研究は、Fujifilm社製透視装置（CUREVISTA OPEN）におけるX線可動絞りから
の漏洩線量を測定し、散乱線が発生する箇所を特定し、鉛シートを貼り付けることでその
防護効果を検証することを目的としています。【方法】本研究では、まずX線可動絞りから
の漏洩線量を測定し、その散乱線がどこから発生しているかを分析するために区分1 ～ 3
を決めました。その後、区分された管球に鉛シート（鉛当量0.25mmPb）を適用し、その防
護効果を電離箱型サーベイメータ（管球からの距離14cm）にて評価しました。透視条件は
70[kV]、1.1[mA]、15[f/s]で行い、水ファントム（40×30×10cm）を設置しました。また、
X線防護カーテンを寝台まで下ろし、水ファントムからの散乱線を受けないようにしまし
た。【結果】正面からの漏洩線量は、鉛シートなしが65[μSv/h]、ありが18[μSv/h]であり、
約28％の減少が見られました。また、側面からの漏洩線量は、鉛シートなしが170[μSv/
h]、ありが82[μSv/h]で、約48％減少させることに成功しました。【考察】X線可動絞りか
らの漏洩線量を測定し、鉛シートを用いた防護手法の有効性を検証しました。研究の結果、
鉛シートを使用することで漏洩線量を有意に減少させることが可能であることが示されま
した。X線防護カーテンは、不要な散乱線から医療従事者を守るために使用されますが、こ
の装置ではX線可動絞りが覆われていないため、漏洩線量が発生します。特に側面からの漏
洩線量においては、170[μSv/h]と高く、鉛シートの導入により約48％の減少が実現しま
した。これにより、医療従事者の被ばくリスクを軽減し、透視装置の安全性向上に貢献す
る可能性が示唆されました。

O2-63-4
読影チェックリストを用いた救急画像の読影精度の検討
大山∙采夏（おおやま∙あやか）1、飯島∙颯（いいじま∙はやて）1、妹尾∙聡美（せのお∙さとみ）2、井上∙登士郎（いのうえ∙としお）1、
平川∙耕大（ひらかわ∙こうた）1、浅野∙雄二（あさの∙ゆうじ）1、塩森∙智文（しおもり∙ともふみ）1、平井∙隆昌（ひらい∙たかまさ）1、
小松崎∙篤（こまつざき∙あつし）1、大森∙智子（おおもり∙ともこ）1、瀧川∙政和（たきがわ∙まさかず）1

1NHO 相模原病院放射線科、2済生会横浜市東部病院救命救急センター

【目的】近年、STAT画像報告など診療放射線技師による読影補助業務が注目されている
が、画像診断教育は各施設に委ねられているのが現状である。そこで当科では聖マリアン
ナ医科大学の松本らが考案したExpect The Unexpected Diseases in Emergency（以
下、ETUDE）リストを使用し、救急画像に関する読影精度の向上が得られるか検討する。

【方法】2023年7月から2024年2月までの間、当直帯で撮影された救急症例を対象とし、
ETUDEリストに沿って頭部及び胸腹部の評価をした。日本救急医学会専門医及び放射線診
断科専門医を有する医師1名から評価を受け、項目ごとの正答率を評価した。【結果】対象
期間内に読影をした症例数は頭部が58例、胸腹部が50例であった。頭部及び胸腹部の正
答率はそれぞれ83-100%、70-100%であった。項目ごとの正答率で最も低いものは92％
で、腸管絞扼とNOMIの項目であった。また、読影開始から33症例目で胸腹部の正答率
は90-100%であった。【考察】STAT画像教育のために各施設で評価項目を設定し、診療放
射線技師と評価者間の回答の違いを検証した報告では、いずれも腹部で正答率の低さが指
摘されており、当科でも同様の結果であった。腹部では評価項目が多いことが原因の一つ
であると考える。また、一定数の症例を読影することで正答率の上昇が得られた。読影に
おける異常所見を拾い上げる感度の上昇が正答率の向上に繋がっている可能性がある。し
かし、一定レベルの読影精度まで達するのに必要な症例数や期間は個人差があると思われ、
今回の報告でそれらを明示することは困難である。【結語】ETUDEリストを使用し救急画像
の読影を続けることで読影精度の向上が得られた。
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O2-64-5
重症心身障害者病棟で生じた新型コロナウイルス以外のウイルス感染症ク
ラスターの経験
中村∙守男（なかむら∙もりお）1、荒木∙規仁（あらき∙のりと）1、布施川∙久惠（ふせがわ∙ひさえ）1,3、佐藤∙ひろ美（さとう∙ひろみ）2、
萬木∙暁美（まんき∙あけみ）2、伊藤∙直香（いとう∙なおか）2、萬木∙晋（まんき∙すすむ）2、渡邉∙博子（わたなべ∙ひろこ）2、
石井∙徹仁（いしい∙てつじ）2、大渡∙由美子（おおわたり∙ゆみこ）3

1NHO 神奈川病院呼吸器内科、2NHO 神奈川病院小児科、3NHO 神奈川病院感染制御チーム

当院の重症心身障害者病棟の1病棟（60床）で、某年9月から10月にA.ヒトメタニューモ
ウイルス感染症クラスター（26名発症）、同12月にB.ライノウイルス感染症クラスター（8
名発症）が発生した。以下表記は中央値（最小値-最大値）。Aは鼻咽頭ぬぐい液の抗原検査
で感染を確定した。年齢39.5歳（6-64）男7女19名、最高体温38.7℃（37.2-41.7）。喘
鳴発作は14名に生じ、12名に全身性ステロイドを投与。抗菌薬投与17名、酸素使用10
名うちNPPV3・IPPV1名に装着。抗原陰性確認まで15.5日（13-31）を要した。3名に細
菌性肺炎（緑膿菌2、MRSA1名）と痙攣発作が併発、1名が低酸素血症遷延により病状が重
篤化した。Bは鼻咽頭ぬぐい液のマルチプレックスPCR検査で感染を確定した。年齢27歳

（9-61）男3女5名、最高体温38.0℃（37.0-38.9）。喘鳴発作は8名に生じ、全員に全身性
ステロイドと抗菌薬投与、さらに酸素使用5名うちIPPV2名に装着。1名に起炎菌未確定の
肺炎を併発した。双方とも対応するスタッフを限定・家族面会も制限し、4人床および個室
単位で、発症者・その同室者・両者と未接触者に区分して加療に当たり、クラスター終息
までA.43日、B.36日を要した。両ウイルスとも、高齢者施設や障害者施設での集団感染が
報告されている。重症心身症患者では年齢によらず、種々の既存疾患と栄養状態不良・免
疫力低下を背景に、発症により喘鳴発作を高率に起こし、人工呼吸器装着を要したり、細
菌性肺炎や痙攣発作の併発により全身状態が重篤化するケースを経験した。さらに厳重な
感染予防対策、換気や冷房の方式の見直しなど、修正改善を要することを痛感した事例で
あった。

O2-64-4
リハビリテーション科職員への手指衛生指導の取り組み
櫻井∙幸子（さくらい∙さちこ）、西舘∙拓哉（にしだて∙たくや）

NHO 仙台西多賀病院看護部

【背景・目的】当院のリハビリテーション科（以下リハ科と記す）職員に対して、直接的に手指
衛生指導を実施していない現状があった。そこで、手指衛生に関する介入や指導を実践し
たので報告する。【活動内容】2021年から手指消毒剤の携帯をリハ科職員へ周知し、2022
年に個人携帯を開始した。2023年は全職員へ個人使用量の調査、リハ科に特化した学習会
と手指消毒に関するアンケートを参加対象とした全職員25名に実施した。【成果・考察】手
指消毒剤の携帯を周知することで、2021年度の払い出し量が103％増加した。その後、携
帯を開始したことで、2022年度の払い出し量は導入前と比べて、170％増加した。個人携
帯という環境を整えたことは払い出し量の増加から使用量が増加したと考える事が出来る。
2023年度には個人使用量の調査と学習会の実施をした。アンケート結果から5つのタイミ
ングを理解していないと回答していた8名が、理解出来たと回答した。また、22名の職員
が患者の接触前後は最低限実施していると回答していたが、学習会後は5つのタイミング全
て理解し実践できると22名が回答した。しかし、実際の2022年度の払い出し量と比べる
と8％減少した結果となった。これは、学習会の実施は、知識の向上には効果があったが、
実践には生かされていなかったと考えられる。原因として個人使用量の調査結果を効果的
にフィードバックできなかったことが考えられる。今後も継続して知識や関心へ働きかけ、
個人使用量を可視化しフィードバックしたい。そして、リハ科職員へも直接観察法の導入
を実施し使用量増加に繋げていきたい。

O2-64-3
手指衛生に関する病棟管理者の支援・同僚との相互作用による、病棟常勤
看護師のワーク・エンゲイジメントの違い
丸山∙芽吹（まるやま∙めぶき）1、湯本∙敦子（ゆもと∙あつこ）2、朴∙相俊（ぱく∙さんじゅん）3

1NHO さいがた医療センター看護部、2佐久大学大学院看護学研究科、3佐久大学大学院看護学研究科

【目的】
手指衛生遵守率を向上させ、さらに維持するための効果的な支援方法を検討することを目
的とし、その基礎資料として、手指衛生に関する病棟管理者の支援・同僚との相互作用に
よるワーク・エンゲイジメント（WE）の差を明らかにする。

【方法】
感染対策連携共通プラットフォームJ-SIPHEに参加しており、感染管理認定看護師が在籍す
る全国の病院から層化抽出法にて26施設抽出した。協力の得られた12病院に所属する病
棟の常勤看護師566名を対象とし、郵送法により無記名自記式質問紙にて調査した。病棟
管理者の支援と同僚との相互作用は、作成した質問項目を使用した。WEは「日本語版ユト
レヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度短縮版（UWES-J）」を使用した。病棟管理者の支援
と同僚との相互作用によるWEの差をt検定にて比較した。

【倫理的配慮】
佐久大学研究倫理委員会の承認（第2022023号）を得て実施した。

【結果】
177名より調査票の回収があった（有効回答率31.3%）。t検定の結果、病棟管理者の支援
では8項目中7項目でUWES-J平均得点が有意に高いことが認められた。同僚との相互作
用では、6項目中3項目でUWES-J平均得点が有意に高いことが認められた。

【考察】
手指衛生に関する病棟管理者の支援や同僚との相互作用もWEを高める可能性があること
が示唆された。WEは仕事の資源によって高められるため、手指衛生に関する支援について
も先行研究と一致する結果と考えられた。WEが高まると医療の質向上につながるとされる。
WEが組織全体の感染防止の向上に及ぼす影響を検討し、手指衛生遵守率向上に寄与してい
きたい。

O2-64-2
長期療養病床における血液培養採取状況および陽性率に関する一般病床と
の比較調査
熊谷∙康平（くまがい∙こうへい）1、川崎∙量子（かわさき∙かずこ）2、高木∙亜衣（たかぎ∙あい）3、窪田∙彩花（くぼた∙あやか）1、
鴻山∙訓一（こうやま∙くんいち）4、松井∙尚美（まつい∙なおみ）5、木村∙麻子（きむら∙あさこ）1

1NHO 兵庫中央病院薬剤部、2NHO 兵庫中央病院看護部、3NHO 兵庫中央病院研究検査科、 
4NHO 兵庫中央病院糖尿病内科、5NHO 姫路医療センター薬剤部

【序論】
当院は神経筋難病の患者に対する長期療養病床を有している。長期療養病床入院患者は患
者背景から感染症のハイリスク集団である可能性がある。菌血症等の重篤な感染症に対し
て早期診断および適切な治療を行うために血液培養検査が必要である。しかし長期療養病
床を対象とした血液培養検査に関するわが国からの統計は調べた限り存在せず、長期療養
病床における血液培養検査の実態は不明である。そこで当院の長期療養病床における血液
培養検査の状況について一般病床との比較調査を行った。

【方法】
2019 ～ 2023年度において、血液培養検査の精度管理指標として一般的に用いられる採取
セット数/1000 patient-days、複数セット率、陽性率、コンタミネーション率を算出し、
長期療養病床（300床）および一般病床（100床）で比較を行った。

【結果】
調査期間における各指標の中央値（範囲）について、採取セット数/1000 patient-daysは
長期療養病床1.6セット（1.3 ～ 2.1セット）および一般病床6.2セット（4.6 ～ 7.2セット）、
複数セット率は長期療養病床86.6％（83.7 ～ 90.7％）および一般病床96.2％（90.6 ～
96.4％）、陽性率は長期療養病床22.1％（17.1 ～ 29.3％）および一般病床18.5％（11.9 ～
22.3％）、コンタミネーション率は長期療養病床1.5％（0 ～ 4.2％）および一般病床1.2％（0
～ 3.9％）であった。

【考察】
当院において、長期療養病床入院患者は一般病床入院患者と比較して血液培養検査数およ
び複数セット率が低い一方で陽性率が高いことが明らかになった。よって長期療養病床入
院患者において菌血症が過小評価されている可能性があり、血液培養検査の増加と迅速な
治療介入が必要であることが示唆された。
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O2-65-2
当院における9年間の抗酸菌検出の状況と課題
濱田∙久美（はまだ∙くみ）1、佐伯∙由美（さいき∙ゆみ）1、森本∙直子（もりもと∙なおこ）1、佐藤∙千賀（さとう∙ちか）2、
阿部∙聖裕（あべ∙まさひろ）2

1NHO 愛媛医療センター臨床検査科、2NHO 愛媛医療センター呼吸器内科

【背景・目的】わが国の結核罹患率は減少傾向である一方、非結核性抗酸菌（NTM）症は増
加しており、稀少菌種や複数菌の検出も散見される。今回、当院での最近9年間の抗酸菌
検出状況から現状や課題を検討した。【対象・方法】2015年1月から2023年12月までの
9年間に提出された15,793検体を対象とした。同一患者から複数回検出されている場合
は、初回陽性検体を対象とし重複を避け、（1）結核菌とNTMの年次推移、（2）NTMの検
出状況、（3）複数菌陽性率などについて検討した。【結果】（1）結核菌検出数は減少してお
り、NTM検出数は一時期減少傾向であったが、再び増加している。（2）NTMが検出され
た854検体のうち、上位はMycobacterium avium complex（MAC）718検体（84.1％）、
M. abscessus36検体（4.2％）、M. kansasii19検体（2.2％）であった。質量分析装置導
入前後の比較では、同定菌種数は9種類増加し稀少菌種も認められた。（3）複数菌陽性率
は2015年が1.0％であったのに対し、2023年は3.7％と増加していた。複数菌陽性82検
体のうち、結核菌+NTM陽性19検体、NTM2種陽性63検体で、そのうちM. avium+M. 
intracellulareが87.3％と大部分を占めた。【考察】NTMの検出菌種割合は日本全体の報告
とほぼ同様の結果であったが、M. abscessusが増加傾向であった。質量分析装置で同定さ
れた稀少菌種について、今回は臨床的病原性を確認していないが、今後情報の収集・蓄積
が必要と思われた。また、複数菌陽性率の増加により、各菌種の分離培養に苦慮すること
が増えた。コロニーの鑑別が難しい場合、薬剤感受性試験に影響を与える懸念がある。今
後NTM検出数は更に増加すると思われ、抗酸菌検査体制の工夫・整備が必要である。

O2-65-1
HIV薬剤師外来の運用変更前後における有用性の検討
安岡∙悠典（やすおか∙ゆうすけ）1,2、野村∙直幸（のむら∙なおゆき）1,2、河野∙泰宏（こうの∙やすひろ）1,2、野田∙綾香（のだ∙あやか）1,2、
高田∙遼（たかだ∙りょう）1、中村∙葵（なかむら∙あおい）2、高橋∙洋子（たかはし∙ようこ）1、齊藤∙誠司（さいとう∙せいじ）2,3、
濱岡∙照隆（はまおか∙てるたか）1

1NHO 福山医療センター薬剤部、2NHO 福山医療センター広島県東部地区エイズ治療センター、 
3NHO 福山医療センター感染症内科

【背景】
当院通院中の全てのHIV感染症患者に対して、継続的な服薬支援を行う目的として2021年
5月からHIV薬剤師外来（以下：薬剤師外来）を開始し、2023年9月からは面談が必要な患
者を事前に薬剤師が抽出し、面談を行っている。今回は運用変更前後における有用性の検
討を行った。

【対象と方法】
対象は2021年5月～ 2024年4月に当院を受診したHIV感染症患者累計72名とした。
2021年5月～ 2023年8月の期間を運用変更前とし、2023年9月～ 2024年4月の期間
を運用変更後として、運用前後における、薬剤師の面談時間、介入件数、介入内容を電子
カルテ内の薬剤師記録を用いて後方視的に調査した。

【結果】
面談時間は運用変更前が311分／月、変更後は271分／月であった。
介入件数は運用変更前が4．8件／月、変更後は3．6件／月であった。
介入内容は運用変更前に最も多かった、薬物相互作用の注意喚起が変更前は40件（1．4件
／月）、変更後は1件（0．1件／月）であった。

【考察】
運用変更後、薬剤師が事前に面談の必要な患者を抽出したことで、面談時間は減少した。
介入件数の減少の要因としては、薬物相互作用の注意喚起の件数が運用変更前後で減少し
ており、薬剤師外来開始時から薬剤やサプリメント類の相互作用について継続して注意喚
起してきた結果、患者がセルフマネジメントできるようになった事が考えられる。一方で
状態が安定しており、薬剤師が抽出の段階で除外した患者の中に相互作用の注意喚起が必
要な患者がいる可能性も考えられるため、現在では、面談していない患者でも一年毎を目
安に薬剤師外来を実施している。

O2-64-7
感染対策向上加算連携施設への訪問活動からみえたICNの地域活動の必要性
上村∙和昭（うえむら∙かずあき）

NHO 南和歌山医療センター看護部

【背景目的】A病院は感染対策向上加算1を取得している。診療報酬改定もありA病院との
連携施設は増加傾向にある。また連携施設への訪問や指導・助言が診療報酬加算要件の一
つとして見込まれ、各地域での感染対策向上が求められている。そのような背景のなか感
染管理認定看護師（以下ICN）として連携4施設への訪問指導を継続しておこなってきた。
施設訪問活動からみえたICNが地域で活動する必要性について考察したい。【活動・結果】
2022年4月から2023年3月にかけて連携4施設に毎年1回ずつ訪問した。感染対策マニュ
アルの監査・助言や院内感染対策に関する質疑応答、病棟ラウンドを実施した。感染対策
の充実を図るには業務やコストの追加といった負担が生じる。地域施設の負担軽減、業務
効率化を目的に新たな業務を押し付けるのではなく最低限の感染予防を担保しつつケア・
処置の際に使える感染対策の工夫や物品の使用方法の変更を助言した。結果、感染対策マ
ニュアルの改善に伴う感染対策の質向上に寄与できた。【考察】訪問活動の継続によりお互
いに顔の見える関係ができ施設間連携がスムーズになり、訪問後でもメールや電話でのや
りとりが継続し平時からコンサルテーションできる関係性も構築できた。しかし地域連携
施設のマンパワー不足や感染対策に関する知識・技術を有する専門家不足など地域の課題
もみえてきた。【結語】これから感染対策は院内完結型から地域連携型への拡大が求められ
る。地域には感染対策のリーダーがまだ少ない。専門的な教育を受け知識・技術を有する
ICNが実践・指導・相談という役割を通し地域全体における感染対策の底上げを図り地域
医療を守る必要がある。

O2-64-6
精神科病院におけるノロウイルス・Covid19同時クラスターの感染対策
冨田∙泉（とみた∙いずみ）、橋口∙美樹（はしぐち∙みき）、秦∙孝司（はた∙こうじ）

NHO 肥前精神医療センター感染対策室

【はじめに】精神科病院での感染症集団発生報告において、2つ以上の病原微生物感染症が同
時に発生した報告は少ない。今回、長期休暇中に発生したノロウイルス・Covid19集団発
生同時の感染対策を行った。患者特性、病棟構造、集団活動の停止と収束までの日数につ
いて分析報告を行う。【方法】年末年始を含む約1 ヶ月間、Covid19発生病棟、ノロウイル
ス発生病棟（症状でのみなし陽性者も含む）患者・職員の発生状況。記述疫学、発生直後か
ら集団活動を24時間以内に停止した病棟群と集団活動を継続した病棟群で比較を行う。【結
果】ノロウイルス陽性44名みなし陽性含む、職員14名、5病棟で発生。Covid19陽性患者
51名職員3名発生。24時間以内に集団活動を停止した病棟での収束までの日数は平均8.5
日、集団活動を止めていない病棟の収束までの日数は平均20日であった。【考察】ノロウイ
ルス集団発生は、陽性者の早期探知、ゾーニングが遅れてしまい感染対策介入までの時間
が超過した為、感染症の拡大要因があったと考える。感染経路として食堂やホールトイレ
など患者間での交差感染、職員の手指・汚染された鍵による直接・間接的な伝播経路と考
えた。Covid19集団発生については、患者はマスク着用や手指衛生管理が困難であり、感
染経路として食堂やホールトイレなど患者間での喫煙での交差感染が考えられる。感染対
策に協力が得られない患者集団において、早期に集団活動を停止した病棟群と停止しなかっ
た病棟群では、感染対策収束までの日数が2倍ほど長期となったと考える。
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O2-65-6
全身麻酔導入後に認められたミノサイクリンによるアナフィラキシー
ショックの1例
谷本∙安（たにもと∙やすし）1、黒岡∙昌代（くろおか∙まさよ）2、鳥家∙泰子（とや∙やすこ）2、万代∙舞（まんだい∙まい）2、
藤井∙香（ふじい∙かおり）3、藤井∙誠（ふじい∙まこと）1、河田∙典子（かわた∙のりこ）1、木村∙五郎（きむら∙ごろう）1、
宗田∙良（そうだ∙りょう）1

1NHO 南岡山医療センター呼吸器・アレルギー内科、2NHO 南岡山医療センター看護部、 
3NHO 南岡山医療センター薬剤部

60歳代の女性。膝関節手術のための全身麻酔導入後に血圧低下を認め、薬剤によるアナフィ
ラキシーショックが疑われ、当院に紹介された。気管支喘息やアトピー性皮膚炎、アレルギー
性鼻炎、食物・薬剤アレルギーの診断・治療歴はない。総IgE ＜ 25 IU/mL、ダニ、ハウ
スダスト、スギ、カモガヤ等の抗原特異的IgE抗体は陰性。4か月前に同じ医療機関で他疾
患の全身麻酔下手術を受けており、今回と同じ麻酔薬、筋弛緩薬および拮抗薬が使用され、
抗菌薬はセファゾリン（CEZ）が投与されていた。今回の術前には、CEZとミノサイクリン

（MINO）が麻酔導入とほぼ同時に開始されていた。MINOによる薬剤アレルギーが疑われ
たため、まず、CEZとMINOの皮膚テストを行った。CEZ 10 mg/mLまでのプリックテ
ストは陰性、MINOは1mg/mLのプリックテストでは陽性と判定し得なかったため、皮内
テストを施行したところ1μg/mLで陽性となった。臨床経過とあわせて、MINOによるア
ナフィラキシーショックと診断した。手術部位感染予防を目的とした抗菌薬の予防投与に
ついては、多くの手術でその有用性が証明されており、執刀前60分以内に投与開始され、
執刀時には完了していることが一般に推奨されている。抗菌薬の初回投与時は、特に投与
開始直後の注意深い観察が必要である。

O2-65-5
ハンセン病療養所で連続発生したA群溶連菌による下肢壊死性筋膜炎の4例
福島∙和彦（ふくしま∙かずひこ）1、たき平∙将太（たきひら∙しょうた）2、渡邉∙真由（わたなべ∙まゆ）1,3、
岩本∙佳隆（いわもと∙よしたか）4、加藤∙秀美（かとう∙ひでみ）5、小野田∙佳代子（おのだ∙かよこ）5、田中∙英美（たなか∙ひでみ）5、
青木∙美憲（あおき∙よしのり）1

1国立療養所邑久光明園内科、2国立療養所邑久光明園整形外科、3NHO 岡山医療センター糖尿病内科、 
4NHO 岡山医療センター総合診療内科、5国立療養所邑久光明園看護課

【症例1】80代男性。COPD, 2型糖尿病あり、右足底の難治性潰瘍を治療中。37.8度の発
熱、呼吸苦、右下腿～足甲の腫脹発赤あり、CRP 12.23 mg/dL, 白血球数11790 /μLと
上昇あり同日入院となる。【症例2】80代女性。慢性腎不全、2型糖尿病あり。入院前夜か
ら39.4度の発熱、右膝周囲の腫脹疼痛あり抗菌薬開始となる。翌朝CRP 22.09 mg/dL, 白
血球数27190 /μL, 腎機能低下など認め転院となる。【症例3】80代女性。右足底の難治性
潰瘍を治療中。足底潰瘍における筋膜融解、壊死所見を認め同日入院となる。【症例4】90
代男性。狭心症歴あり、右足外果の胼胝を長期治療中。37.2度の発熱、呼吸不全、右足外
果の壊死組織を伴う潰瘍および右膝直下まで波及する下腿の腫脹発赤（水疱化あり）を認め、
CRP 27.01 mg/dL, 白血球数15060 /μLと上昇あり。劇症型溶連菌感染症が疑われ転院
となる。【経過】いずれの症例も創部擦過Gram染色からA群溶連菌（GAS）壊死性筋膜炎を
想定した抗菌薬が開始され、後日にGASが培養同定された。症例1, 2, 3では治療が奏功し
たが症例4は入院4日目に心室頻拍等が起き死亡した。【考察】ハンセン病の既往がある高
齢患者は末梢神経障害の後遺症および多彩な基礎疾患のため、感染リスクと重症化リスク
が高い。GAS壊死性筋膜炎の診療では臨床所見から速やかに治療開始することの重要性が
示唆された。また当園は立地条件等のために人流（入所者、スタッフ、訪問者）に特異性が
あり、この環境特異性に応じた感染予防策の必要性が示唆された。

O2-65-4
重症心身障害における新型コロナウイルスワクチン免疫原性による評価  
抗体、T細胞応答性の推移
木藤∙嘉彦（きとう∙よしひこ）1、山本∙重則（やまもと∙しげのり）2、石井∙勉（いしい∙つとむ）3、丸箸∙圭子（まるはし∙けいこ）4、
村田∙博昭（むらた∙ひろあき）5、竹内∙潤子（たけうち∙じゅんこ）6、木村∙基（きむら∙もと）6、杉浦∙亙（すぎうら∙わたる）6

1NHO 兵庫あおの病院小児科、2NHO 下志津病院小児科、3NHO 福島病院小児科、 
4NHO 医王病院小児科、5NHO 三重病院小児科、6国立国際医療研究センター臨床研究センター

[緒言]　ワクチンはウイルス感染予防に有効な手段であり、新型コロナウイルス
SARSCoV2についても有効性がみられた。その免疫原性に基づく評価は多数報告がある
が、重症心身障害に関する報告は少ない。今回、新型コロナウイルスワクチン免疫原性を
重症心身障害児者について評価した。[対象]　重症心身障害病棟に長期入院中の12歳以上
の66例。[方法]　新型ワクチンは通常の方法で2回接種した（初期免疫、コミナティ）。接
種前、2回目接種2週間後および6 ヶ月後に採血し、抗S（スパイク）蛋白IgG抗体、中和抗
体、T細胞応答性としてS蛋白によるinterferon γ releese assay（IGRA）の3項目を測定
した。[結果]　抗S蛋白IgG抗体陽性者推移　2週間後 100%　6カ月後　100％。中和抗
体　2週間後　92.4%　6 ヶ月後　28.8％。IGRA　2週間後　82.1%　6 ヶ月後 60.7％で
あった。IgG抗体維持されるが中和抗体は抗体価減少が大きい。[考察]　重症心身障害児者
において、抗体産生、細胞免疫応答性は高いが、持続性は、接種後6 ヶ月後ではT細胞応答
性は60％、中和抗体が約30%に陽性者が減少した。発症予防効果は中和抗体と関連が深く、
予防効果が減衰している。免疫原性として有効性あるが持続性は劣る。不活化ワクチンと
同様に、流行期間を考慮し接種時期を考える必要がある。5類移行後も流行期はあり、死亡
率は季節性インフルエンザの約3倍と報告された。流行抑制には費用対効果が低いかもしれ
ないが、重症心身障害を含むハイリスクグループには引き続きワクチン接種の必要性は高
いと考えられる。

O2-65-3
外国出生結核患者の検討
露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）1、吉田∙志緒美（よしだ∙しおみ）1、倉原∙優（くらはら∙ゆう）1、小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、
田中∙悠也（たなか∙ゆうや）2

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、2NHO 近畿中央呼吸器センター内科

【目的】わが国の結核罹患率は2021年に人口10万対で9.2となり低まん延国となった。し
かしその中で外国出生者の占める割合は増加しており今後の結核対策上の問題である。わ
が国でもっとも結核罹患率の高い大阪府にある当院での外国出生結核の現状を調べ今後の
対策を考慮することを目的とした。【方法】2023年1月1日から2023年12月31日までに
NHO近畿中央呼吸器センターで治療を開始した結核患者を対象とした。診療録を元に後方
視的に情報を収集した。【結果】期間中に当院で治療を開始した活動性結核患者は196人で
あり、うち外国出生者は19人（9.7％）であった。男性11人（57.9％）、30歳以下が13人

（68.4％）であった。出生国は、ベトナム4人、ミャンマー・インドネシア・ネパール各3人、
フィリピン・中国・韓国各2人であった。多剤耐性2人、INH耐性2人、RFP耐性1人、HR
感受性8人、不明・排菌陰性6人であった。来日から発症までの期間が1年以内なのが9人

（47.4％）で、うち3 ヶ月以内が4人であった。【考察】当院での結核患者の1割程度が外国
出生者であり多くは若年者であった。INHとRFPいずれかに耐性を示す例が多かった。来
日から1年以内に発症した例が半数近くを占め、出国前スクリーニングの重要性が示唆され
た。
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O2-66-4
概念化シートを用いた2年次看護学生の語り合いによる振り返りからの学び
井上∙栄里香（いのうえ∙えりか）、岡崎∙郁美（おかざき∙いくみ）、福嶋∙洋子（ふくしま∙ようこ）、安藤∙恵子（あんどう∙けいこ）

NHO 岡山医療センター看護学科

【目的】基礎看護学実習2（看護過程と臨床判断）を終えた2年次看護学生の概念化シートを
用いた語り合いによる振り返りからの学びを明らかにする。【方法】基礎看護学実習2を終
了した75名の学生を対象に実施した看護を語り合う会の終了後に、学生各自が記述した学
びのレポートを分析対象とした。看護を語り合う会は、6 ～ 7名のグループに分け、陣田の
概念化シートに個人で振り返りをしたものを用い、ワールドカフェ方式で30分間を3セッ
ション行った。学生の学びのレポートの記述内容をデータ化し、KH-Coder Ver.3.01を用
いて頻出語を分析し、共起ネットワークから学びのかたまり、関連性を明らかにし、具体
的な学びを抽出した。【倫理的配慮】対象者は何ら不利益を受けることなく自由意思で、研
究への参加・不参加を選択できることを保障した。A校の研究倫理審査委員会の承認（025
号）を得た。【結果・考察】同意が得られた45名のレポートを分析対象とした。データ処理結
果は、164文、総抽出語数は4971語のうち使用語数は1997語であった。最も頻度が多かっ
た単語は「患者」で、次いで「看護」「大切」であった。共起ネットワーク分析を行い、学生
の 学 び は【自己の看護観】【実習の経験からの学び】【語り合いによる学び】【残存機能の活
用】【思いの傾聴】【退院を見据える】【表情の観察】【治療に前向きになる】【信頼関係】 の
9つのグループから構成されていた。学生同士の語り合いを行うことで、個人で振り返った
時よりも自己の看護観についてより明確になっていた。概念化シートを用いた語り合いに
よる振り返りにより、学生の看護観を深めることができたと考える。

O2-66-3
地域・在宅看護論実習IIでの学び～高齢者の「その人らしさ」の探求～
岩谷∙望美（いわや∙のぞみ）、剱持∙葉子（けんもつ∙ようこ）、山本∙真由美（やまもと∙まゆみ）

NHO 嬉野医療センター附属看護学校

【研究目的】地域・在宅看護論実習IIで高齢者の「その人らしさ」を学生がどう捉えたかを明
らかにする。【研究方法】令和5年度地域・在宅看護論実習IIを終了し、研究同意を得られた
2年生40名の実習記録の「その人らしさ」に関する記述内容を質的に分析した。【倫理的配
慮】分析は評価終了後に行い、実習評価には一切影響しないこと、研究協力は学生の自由意
思に基づき協力の有無によって不利益を被らないこと、研究結果を研究会等で発表するこ
とを口頭にて説明し、研究協力への意思を確認し同意を得た。【結果・考察】実習記録に「そ
の人らしさ」が表現されている部分を一文として抽出したところ、206件であった。「その
人らしさ」が表現されている内容としては、加齢や病気・障害による身体的特徴、周囲の人
との関わり、家族との関わり、相手を気遣う気持ちや配慮、自分のことは自分でしたいと
いう思い、好きなことをして過ごす、感情表現、将来の目標や願望、人生経験、こだわり
が抽出された。学生はコミュニケーションを図り行動を共にすることで、「その人らしさ」
を把握していることが明らかとなった。【結論】学生は、加齢の影響や認知症症状の身体的・
精神的・社会的特徴をありのままに捉え、対象の「その人らしさ」と表現していた。本実習
では、対象との関りを通し、これまでの人生経験に裏付けられた生活様式やこだわりから「そ
の人らしさ」を見出すことができていた。

O2-66-2
在宅療養における呼吸ケアを通じて患者・家族の生活や価値観を尊重し、
個別性のある看護支援の実際を学ぶ授業を実施して
植村∙奈緒子（うえむら∙なおこ）1、土屋∙美智子（つちや∙みちこ）1、松井∙ねむ（まつい∙ねむ）2、海野∙朋美（うんの∙ともみ）3、
三浦∙美和子（みうら∙みわこ）4

1NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校、2NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校、 
3NHO 三重中央医療センター附属三重中央看護学校、4NHO 東海北陸グループ医療担当看護専門職

【はじめに】「地域・在宅看護論演習1」では、対象の健康と暮らしを支える看護の理解と地
域で生活する人のアセスメントの視点を踏まえた技術演習の実際を学ぶ。効果的に学べる
ように授業内容を検討・実施した結果を報告する。【方法】A看護学校　2年生　80人を対
象に「日常生活を支える看護技術（1）呼吸」について授業を実施。授業後、呼吸のアセスメ
ントについての確認テスト・アンケートを実施し、アンケート結果を分析した。【倫理的配
慮】確認テスト・アンケートの結果は成績に影響しないこと、研究以外に使用しないことを
説明し同意を得た。【結果・考察】脳梗塞の既往があり、COPDを発症している患者の療養
移行支援の場面を取り上げ教員がロールプレイを実施した。患者・家族と一緒に今後の生
活への希望や予測を共有しながら教員が患者の呼吸のアセスメント、呼吸ケアを実施した。
そして、自宅環境の整備や症状出現時の対処方法等も患者と家族と話合いながらロールプ
レイして見せた。学生は、教員のロールプレイを見て、どのような時に呼吸が苦しくなる
のか呼吸のアセスメントについて考えることができ、自己管理能力を把握する必要性にも
気づくことができた。また、患者だけでなく家族も支援の対象であることや呼吸状態を生
活の視点で捉えることができていた。家族も含めて患者の意向を確認しながら話し合う姿
がその人らしい生活をするための支援と感じられ、在宅におけるアセスメントを学習する
ことができた。在宅療養における呼吸ケアにおいて患者・家族の価値観を尊重し個別性の
ある看護支援の実際が学べる授業となった。

O2-66-1
外来実習における小児と家族の受診過程を経験した学生の学び
富田∙志保（とみた∙しほ）、吉田∙美栄（よしだ∙みえ）、安藤∙恵子（あんどう∙けいこ）

NHO 岡山医療センター看護学科

【目的】小児科外来実習における小児と家族の受診過程を経験した学生の学びを明らかにす
る。【方法】対象は、小児看護学実習で2022年度2年生11名と2023年度3年生38名計
49名である。小児科外来実習1日目に、2日目に受け持つ児の情報を収集しアセスメント
を行い、2日目に受け持つ児と家族の受診過程の実際を経験した学生である。研究の同意
が得られた学生の実習記録の記述内容をデータ化し、KH CoderVer.3.01を用いて、頻出
語分析・共起ネットワークから、学びのかたまり、関連性を明らかにし、具体的な学びを
抽出した。【倫理的配慮】A校の研究倫理審査委員会の承認（027号）を得た。【結果・考察】
小児科外来実習の学びのデータ処理結果は740文、総抽出語23,434語のうち使用語数は
10,077語であった。最も頻度が多かった単語は「児」で、次いで「必要」「考える」「家族」
であった。共起ネットワーク分析では、「児と家族の看護」「身体・精神・社会的側面から
のアセスメント」「検査データ」「現在の症状と今後」「医師からの説明」「服薬管理」「注射
管理」「予防の視点」「連携と情報共有」「助成制度」の10の学びのグループで構成されてい
た。小児科外来実習の課題である小児の日常生活と社会的側面、小児と家族に必要な看護、
小児と家族の今後を考慮した継続看護の必要性、社会資源である助成制度について学びを
得ていた。1日目に受け持ち児の情報収集を行い、小児と家族のアセスメントをすることは、
2日目の学びを深めるために効果的であったと考える。受け持ち児によっても学びに違いが
あり教育方法を工夫していく必要性が示唆された。
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O2-67-2
リウマチ性疾患患者における上部消化管治療薬投与の現状―単施設後方視
的観察研究
井畑∙淳（いはた∙あつし）

NHO 横浜医療センター膠原病・リウマチ内科

はじめに　リウマチ性疾患患者はしばしば上部消化器症状を呈する。その原因は原疾患や
薬剤など様々である。上部消化器症状を呈する薬剤の代表的なものが非ステロイド性鎮痛
薬（NSAID）であるが、近年NSAIDを常用する患者は減少している。また、最近の消化性
潰瘍ガイドラインによるとグルココルチコイド（GC）の内服は消化性潰瘍のリスクではな
いとされているが、実際には抗潰瘍薬を使用している症例も存在する。実臨床でどの程度
上部消化管治療薬が使用されているかの実態調査を行った。目的　リウマチ性疾患患者に
おける上部消化管治療薬の使用状況を調査すること方法　2023年4月1日から2024年3
月31日までの1年間に当科で処方された上部消化管治療薬を電子カルテ情報から抽出。基
礎データと合わせ、関連を調べた。結果　当科に定期通院している1490例では316例

（21.2%）で制酸薬が処方され、胃粘膜保護薬の処方例は66例（4.4%）であった。制酸薬で
はH2受容体阻害剤が28例（1.9%）, プロトンポンプ阻害剤（PPI）が240例（16.1%）, ボノ
プラザンが52例（3.5%）であった。疾患別での検討によると制酸薬の使用率は血管炎症候
群で最も高く（59.3％）ついで皮膚筋炎・多発筋炎（56.8％）であった。強皮症における制
酸薬の使用率は14.1%であったが、ボノプラザンの割合が高かった。関節リウマチにおけ
る制酸薬使用率は15%, 胃粘膜保護薬の使用率は6.2%であった。胃粘膜保護薬はNSAID
使用患者の17%で使用されていたが、制酸薬の使用率は22.3%であった。制酸薬はGC使
用患者での使用率が高かった（48.2%）。結論　制酸薬の使用率はGCを使用する疾患群で
高く、NSAIDとの関連ははっきりしなかった。制酸薬の中ではPPIの使用率が高かった。

O2-67-1
発症早期に寛解を達成した関節リウマチ患者における発症年齢の違いによ
る治療内容の比較
松井∙利浩（まつい∙としひろ）1、當間∙重人（とうま∙しげと）1,2

1NHO 相模原病院臨床研究センターリウマチ性疾患研究部、2NHO 東京病院リウマチ科

【目的】近年、高齢で発症する関節リウマチ（RA）患者が増加している。本研究の目的は、
発症早期に寛解を達成したRA患者において、発症年齢の違いによりRAの治療内容が異
なるかどうかを検討することである。【方法】国立病院機構免疫異常ネットワークリウマ
チ部門（iR-net）が中心となり、2002年から継続的にデータ収集を行っているNational 
Database of Rheumatic Diseases in Japan（NinJa）の2021年度データを用いた。罹患
2年未満の患者1154名中、CDAI寛解基準を満たした患者を発症年齢別に以下のように群
分けし、治療内容を比較した。G1群（YORA）：発症年齢＜65歳、G2群（early LORA）：
同65歳以上74歳以下、G3群（late LORA）：同≧75歳。【結果】各群のCDAI寛解達成
者 はG1群:35.0%、G2群:37.8%、G3群:44.3%で あ っ た。 各 群（G1/G2/G3）に お け
るMTX、b/tsDMARDs、csDMARDs、Glucocorticoid（GC）使用率は、MTX（69.7%、
68.6%、56.5%）、b/tsDMARDs（20.4%、23.7%、20.2%）、csDMARDs（35.5%、
38.1%、47.6%）、GC（25.0%、37.3%、45.2%）であった。また、各種DMARDs使用
別 のGC併 用 率 は、MTX（25.5%、32.1%、38.6%）、b/tsDMARDs（31.0%、42.9%、
53.5%）、csDMARDs単 独（16.7%、52.4%、52.6%）、MTX非 使 用（23.9%、48.6%、
53.7%）であった。【結論】発症早期において、高齢発症者でも若年者と同等もしくはそれ以
上に寛解達成率が高かったが、高齢発症者ではGC治療への依存度が高かった。GC使用に
よる不利益も考慮すると、高齢発症者に対するGC非依存型の治療戦略の構築が望まれる。

O2-66-6
ICTを活用した学校運営の充実への取り組みが看護教員に及ぼす影響
八城∙恵（やしろ∙めぐみ）1、川上∙佐代（かわかみ∙さよ）2、吉田∙美栄（よしだ∙みえ）3、藤井∙光輝（ふじい∙みつてる）4、
高下∙智香子（たかした∙ちかこ）5、田儀∙千代美（たぎ∙ちよみ）5、竹本∙綾美（たけもと∙あやみ）3、山中∙真弓（やまなか∙まゆみ）5、
安藤∙恵子（あんどう∙けいこ）3

1NHO 米子医療センター附属看護学校、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター附属善通寺看護学校、 
3NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校、4NHO 浜田医療センター附属看護学校、 
5NHO 岩国医療センター附属岩国看護学校

【研究目的】ICTを活用した学校運営の充実への取り組みが看護教員にどのような影響を及ぼ
すのかを明らかにする。【研究方法】研究デザイン：ミックスメソッド。対象：中国四国地
区附属養成所の看護教員84人。データ収集方法：1．Google formによる調査、2．同意
者からランダム抽出した7人への半構成的面接法によるインタビュー。分析方法：基本属性
は記述統計、活用状況調査結果は推定統計。インタビュー内容は質的帰納的分析。【倫理的
配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認を得た（番号：0517）。【結果】1．では33人が回答（回
収率39.3％）。GoogleClassroom活用群（n=12）の内、「担当講義の授業案、資料、実際
の授業に一部改変して活用した」（66％）が最多であり、「授業案について学ぶことができた」

（88.3％）を一番の変化としていた。活用の効果は「授業準備が楽になったと感じた」と「実
習指導で学習効果を実感」（相関係数0.86）、「授業準備が楽になったと感じた」と「授業で
学習効果を実感」（相関係数0.64）に正の相関、「授業準備が楽になった」と「学生と向き合
う時間が持てる」（相関係数-0.35）は弱い負の相関となった。2．では【GoogleClassroom
のコンテンツがあることは安心で心強い】【情報共有の場になる】【活用することで学生の
学習の保証に役立つ】【資料を閲覧することで思考が整理される】【時間短縮となり働き方
改革につながる】【カリキュラム全体を見て教材研究することが必要】【時間確保が難しい】

【コンテンツの充実が必要】【活用しやすい工夫が必要】の9カテゴリーが抽出された。

O2-66-5
卒業前看護技術演習の臨床における評価
横山∙由香（よこやま∙ゆか）

NHO 静岡医療センター附属静岡看護学校

昨年度、臨床に近い状況設定で卒業前看護技術演習（静脈採血）を、学生一人一人に対し動
画撮影をしながら行った。撮影した動画を用い振り返りを行い学びを深めた。卒業した学
生にとって、卒業前看護技術演習で学んだことが、就職し臨床にて活かすことができたの
かをアンケート調査を行い検討したのでここに報告する。結果卒業前看護技術演習が就職
後臨床での効果において、アンケート結果は配布数34件、回収数28件、回収率82.3％で
あった。92％以上の学生が「非常に当てはまる」か「大体当てはまる」と高い評価をしてお
り、実施したことは適切であったと評価できる。考察　卒業前看護技術演習で臨床に近い
状況設定で実践したことが、就職後実際に「演習経験を活かして実践できた」と実感してい
た。就職前に臨床現場をイメージした緊張感や方法を体験できたことで、技術や態度が臨
床で活かすことができ、有効であったと考える。結果1.卒業前看護技術演習を実施し、卒
業生が対象者の状態に合わせた採血方法を、就職し「思い出せた」「就職後活かせた」「手技
の不安が軽減した」と感じていた。2.卒業前看護技術演習を実施し、卒業生が対象者との関
わりかたにおいて、「冷静に対応できた」「思い出しながらできた」「学びがつながった」「就
職後活かせた」と感じていた。おわりに卒業前看護技術演習は、就職後採血を実施する際に
想起し、臨床で活かせていたことが示唆された。今後は、母体病院とも協同し卒業前看護
技術演習が、臨床実践能力の獲得につながり、臨床との乖離を少なくできるように検討を
重ねていく必要がある。
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O2-67-6
紹介症例からみた当院リウマチ診療へのニーズ
髙樋∙康一郎（たかひ∙こういちろう）1、三山∙彬（みやま∙あきら）1、新居∙卓朗（にい∙たくろう）2、原∙侑紀（はら∙ゆうき）2、
秋葉∙絵理（あきば∙えり）3、村上∙美和（むらかみ∙みわ）4

1NHO 大阪刀根山医療センター整形外科、2NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器内科、 
3NHO 大阪刀根山医療センター医事課、4NHO 大阪刀根山医療センター地域ネットワークセンター

【背景・目的】大阪北西部は豊中市・池田市・箕面市・豊能町・能勢町で構成する豊能地域と
称され、当院は豊中市に位置する。豊能地域各市の市立病院には整形外科に付随してリウ
マチ診療が担われている。当院は結核療養所から発足し、その後、呼吸器内科・外科、脳
神経内科、整形外科の3領域の診療が行われている。リウマチ診療については、以前より
整形外科医が担っていたが、2018年にリウマチ科を標榜しさらに2020年から免疫内科
医が常勤で赴任し協業している。現状を評価することにより地域におけるニーズや当院の
今後の方向性を知ることを目的とした。【対象・方法】2023.4-2024.3まで当院リウマチ科
および呼吸器内科に地域ネットワークセンターを通して紹介受診した関節リウマチ（RA）な
らびに類縁疾患症例について紹介目的と内容を検討した。【結果】対象は合計103例であっ
た。呼吸器病変の治療を主目的に紹介された症例（Α群）が37例、RAもしくは類縁疾患の
鑑別や治療を目的に紹介（Β群）されたのは76例であった。Β群のうち診断目的は37例

（48.7％）、投薬治療目的は32例（42.1％）、治療内容相談が3例　手術目的が4例であった。
診断依頼のうち最終RAであったのは17例（45.9％）、他の膠原病3例、診断未確定含むそ
の他17例であり、投薬治療目的のうち、前医でコントロール困難が7例、呼吸器疾患合併
が13例であった。【考察・結語】有害事象発症時を含め呼吸器合併症を有するRA症例、続い
て診断目的の紹介が多いことが示された。隣接する多くの病院や開業医にてRA治療が行わ
れている大阪豊能地域での当院のニーズを把握するとともに地域に発信すべき情報が明確
となった。

O2-67-5
再発性多発性軟骨炎と考えられた一例
阿久澤∙嶺（あくざわ∙れい）、石黒∙陽（いしぐろ∙よう）、山口∙佐都子（やまぐち∙さとこ）

NHO 弘前総合医療センター消化器血液内科

再発性多発性軟骨炎（relapsing polychondritis，以下 RP）は全身の軟骨組織と結合組織
を系統的に侵し多彩 な症状を呈する、慢性再発性の炎症性疾患である。その希少性ゆえに
疫学情報や病態に関する研究は不十分である。症例は41歳女性。20XX-1 年 頃より発熱
を繰り返した。嚥下痛、左胸鎖関節の腫脹、圧痛、運動痛があり、20XX年11月前医を受
診し、SAPHO症候群の疑いで当科紹介となった。当科受診時の身体診察では両側耳介の腫
脹変形、難聴、嗄声、咳嗽、皮疹は認められなかった。20XX年11月、CTでは左第一肋
骨肋軟骨部と胸鎖関節に軟部組織増生を認めた。第8-11胸椎で椎体の癒合を認めた。HLA 
A2、B61、B54、DR4、 DR12 であった。non radiographic axial spondyloarthritis：
nr-axSpAとの鑑別を要したが, PET CT で大血管を含め他の部位での集積は認められず、
MRIで仙腸関節炎の所見無く、ぶどう膜炎も認められなかった、 また末梢関節炎は明らかで
無かった。本症例は抗 II 型コラーゲン抗体は31.6EU/mL（＜25 EU/mL）と上昇を認めた。
20XX+1/1/23~PSL 10mg 投与にて疼痛と発熱改善しCRP は陰性化した。Damiani の診
断基準 を満たし再発性多発性軟骨炎と診断した。近年 RP の発症に自己免疫の関与 が推測
されており抗 II 型コラーゲン抗体と RP の 病因との関連が注目されている。今回我々は、
抗 II 型コラーゲン抗体の測定が診断に有用であった1例を経験したので報告する。

O2-67-4
横断性脊髄障害で発症し、NPSLEとの鑑別に苦慮した血管内リンパ腫の一例
小林∙樹久（こばやし∙みきひさ）、津野∙宏隆（つの∙ひろたか）、伊藤∙綾香（いとう∙あやか）、亀村∙太朗（かめむら∙たろう）、
長谷∙陸雄（はせ∙りくお）、谷村∙麻由佳（たにむら∙まゆか）、鈴木∙智博（すずき∙ともひろ）、矢野∙祐介（やの∙ゆうすけ）、
野木∙真一（のぎ∙しんいち）、小宮∙明子（こみや∙あきこ）、松井∙利浩（まつい∙としひろ）

NHO 相模原病院臨床研修医

【症例】59歳女性【現病歴】X-8年1月より抗ds-DNA抗体弱陽性（20-30 IU/mL程度）及
び軽度の両肘関節痛などに対し近医リウマチクリニックで経過観察されていた。X年1月
2日から両側下腿感覚障害、1月4日から膀胱直腸障害が出現し、精査目的に1月14日入
院。入院時腰椎MRIで明らかな異常は認めず、神経内科的診察でL5以下異常感覚、両側
Chaddock徴候陽性、膀胱直腸障害あり脊髄病変が示唆された。鑑別として視神経脊髄炎
及びNPSLEによる横断性脊髄炎などを挙げ、まずはそれらに共通する治療としてステロイ
ドパルスを2回施行した。しかしわずかに異常感覚の改善を一時的に認めたのみで筋力低下
は進行した。2月2日にMRIを再検し、Th10-L1にかけての横断性脊髄病変を認めた。そ
の後3度の血漿交換を行うも効果は限定的であり、同治療中から38度台の発熱が出現した。
さらに血小板の減少傾向もあり、SLEの診断基準を満たしたため、NPSLEに対する治療と
してIVCYも施行したが、効果を認めなかった。その後、辻褄の合わない言動がみられ、頭
部MRI施行し、両側大脳、脳幹に異常病変が多発していた。sIL-2Rが8000台、胸腹造影
CTでのびまん性肺陰影、多臓器造影不良域などの所見も合わせ、血管内リンパ腫（IVL）を
疑いランダム皮膚生検を行った結果、Intravascular large B-cell lymphoma（IVLBCL）の
診断となった。【考察】経過中、SLEの分類基準を満たしたことから、NPSLEによる横断性
脊髄炎を鑑別の上位と考え治療を行ったが効果に乏しく、結果的にIVLによる横断性脊髄障
害であった。IVLは多彩な神経症状を呈することが知られており、本症例でも経過中に鑑別
疾患として念頭に置くべきであった教訓的な一例と考え、報告する。

O2-67-3
間質性膀胱炎を合併したシェーグレン症候群の1例
浜本∙周（はまもと∙あまね）、樋口∙直樹（ひぐち∙なおき）、石黒∙陽（いしぐろ∙よう）、大溝∙奏佑（おおみぞ∙そうすけ）、
三浦∙日花里（みうら∙ひかり）、岩村∙大径（いわむら∙ひろみち）

NHO 弘前総合医療センター消化器科

症例は57歳、女性。50歳時　シェーグレン症候群と診断（抗核抗体陽性、抗SS-A抗体陽
性、ガムテスト6mlと低下、Schirmer試験で両眼とも5mm以下、蛍光色素試験　陽性、
口唇生検で導管周囲に50個以上のリンパ球浸潤がみられる部位が、各生検組織にそれぞれ
一個以上）。52歳時　薬剤性肝障害で当院入院　SG顆粒　呉茱萸湯エキス細粒でリンパ球
刺激試験陽性, 中止で改善。血小板減少有り　除菌歴あり　改善している。1年前から排尿
時痛あり、頻尿、残尿感あり、泌尿器科にて膀胱鏡検査施行、ハンナ病変を認め、生検で
間質の浮腫、血管拡張、毛細血管の拡張が認められ間質性膀胱炎に矛盾しない所見であった。
水圧拡張術を施行し、その後症状の改善をみている。シェーグレン症候群の腺外症状とし
ての間質性膀胱炎の合併はまれであり報告する。
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O2-68-4
重症心身障害病棟でのがん患者の看護を行う看護師の育成
稲吉∙瑠美（いなよし∙るみ）

NHO 三重中央医療センター看護部

【目的】A病棟は重症心身障害者が入院する病棟である。今回進行がんを発症した患者の両
親の対応に困難を感じている看護師に対し、アギュララの問題解決型危機モデルを活用し
た看護介入を指導した。そこでA病棟のがん看護における看護師育成について考える。【事
例】B 氏40 歳代，進行がんと判断されたが脳性麻痺があり詳細な検査や積極的治療が困難
であった。意思疎通は表情で感情を表出する程度であった。A病棟の看護師はがん患者の看
護経験が少なかった。両親は告知後から全身管理が難しい代替療法の実施の要望や看護師
の対応への不満が多くなり、看護師は両親への対応に困難を感じていた。【介入】受け持ち
看護師にアギュララの問題解決型危機モデルを紹介し、両親の状況をバランス保持要因の
視点から考えるよう指導した。看護師は両親が心理的不均衡であることを理解し、看護介
入を検討した。【結果】受け持ち看護師は両親が病状を正しく理解するために主治医からの
病状説明の時間を調整したり、連絡ノートを活用し相談役となった。また外出などB氏との
過ごし方を支援した。さらにB氏の表情から苦痛を評価し、穏やかであることを伝えること
で両親の危機的状況は緩和された。結果B氏と自宅で過ごすことや、苦痛緩和のケアをと
もに考える行動変化が見られた。【考察】A病棟の患者の多くは意思疎通が困難であるため、
家族の意向を取り入れた看護を実施している。しかし、がん罹患により心理的危機状況あ
る家族看護の経験は少なく、今後も重症心身障害者のがんの発症は予測されるため、心理
的危機状況に陥る前にバランス保持要因をアセスメントできる看護師の育成が必要である
と考える。

O2-68-3
気管カニューレ計画外抜管を繰り返す重症心身障害児の抜管ゼロへの取り
組み～ PDCAサイクルをまわして～
井上∙敬太（いのうえ∙けいた）、増田∙志伸（ますだ∙しのぶ）、岡崎∙真紀子（おかざき∙まきこ）

NHO 医王病院看護部

【目的】気管カニューレ計画外抜管を繰り返す重症心身障害児の抜管予防の取り組み前後を
比較し、評価する。【症例】A氏10代　男性　小頭症　脳性麻痺　気管軟化症　体幹の反り
返りが強い【方法】インシデント報告及び看護記録等から患者の状態等が記載されているも
のを抽出し後方視的に振り返る。【結果】A氏の気管カニューレ計画外抜管が4月の8日間で
4件発生した。ベッドサイドで多職種カンファレンスを繰り返し行い、課題として、夜間の
中途覚醒、気管カニューレの固定方法、緊張亢進による体幹の反り返り、及び看護師の認
識不足が浮上した。ポジショニングや気管カニューレの固定方法、内服の検討等を行った。
同年5月～翌年3月迄の11カ月間は2件、翌年度は3件だった。【結論】気管カニューレ計
画外抜管を繰り返す重症心身障害児の抜管ゼロへの取り組みにおいて、多職種で現場を調
査し、患者の動きを観察しながら分析、対策立案、PDCAサイクルをまわすことで、リス
ク発生防止に繋がる。重症心身障害児の身体的な成長を考慮し定期的に検討、多職種で情
報を共有することが重要である。

O2-68-2
重症心身障害児（者）病棟でのNST活動が看護業務に与える影響について
島居∙彩香（しまい∙あやか）、松井∙千愛（まつい∙ちえ）、松尾∙光通（まつお∙てるみち）、中山∙美帆（なかやま∙みほ）、
原田∙瑞紀（はらだ∙みずき）、松本∙萌（まつもと∙めぐみ）

NHO 福岡東医療センター看護部

【背景】当院の重症心身障害児（者）（以下、重心）の48％は経管栄養管理を行っている。重
心児は、原疾患も様々であり、呼吸や運動機能、筋緊張等、障害の違いによる個人差が大
きいために定期的な栄養評価を必要とする。しかし、長期入院による慢性化もあり栄養の見
直しは不定期であることや全体の約4割を占める患者が1日4回以上の注入を行っており、
時間的拘束が長くケアや療育の時間確保が困難であるといった課題があった。【目的】診療
報酬改定による重心病棟でのNST加算開始に伴い、重心NSTチーム活動を開始した。介入
後、看護師の看護業務や認識に変化がみられたため報告する。【方法】令和5年8月から12
月に在籍していた看護師77名に質問紙を配布し、研究の同意を得られた54名の回答デー
タを使用する。【結果】アンケートの結果、重心NSTの必要性について（必要:100％）、NST
介入後の経管栄養準備手技に係る時間が軽減された（思う:91％どちらともいえない:9％）、
経管栄養準備手技の時間短縮の活用方法（複数回答）（看護ケア:94％看護記録:82％療育活
動:6％）、重心NSTに期待する活動（栄養評価:87％経管栄養剤の選定:74％定期的な見直
し:78％注入回数の減少:54％注入時間の減少:44％褥瘡対策:59％カルニチン含有栄養剤に
よるエルカルニチン水薬の中止:63％）という結果が得られた。【結論】重心NST活動により
経管栄養準備等に係る看護業務の減少の効果から、他の看護実践の時間や療育時間の確保
につながった。重心病棟におけるNST活動は看護業務の効率化と病棟スタッフの栄養管理
の重要性の認識に影響を与えた。

O2-68-1
重症心身障害児者におけるコロナ禍での活動低下による患者の身体面への
影響
河端∙瞳（かわばた∙ひとみ）、高松∙美樹（たかまつ∙みき）、中野∙加南子（なかの∙かなこ）、福塚∙重徳（ふくづか∙しげのり）、
氏原∙彰久（うじはら∙あきひさ）

NHO 敦賀医療センター看護部

【はじめに】
新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）の拡大により、感染拡大予防対策としてA
病院では運動リハビリや保育士・看護師による療育活動の実施時間の減少など、活動制限
による感染対策を強いられた。コロナ禍での約5年間を振り返り、重症心身障害児者の身体
に与える影響について報告する。

【方法】
対象は自動運動があり、COVID-19流行前はデイルームでの活動を行っていた患者6名。
COVID-19流行前後で5年間のデータを個々で比較・検討した。電子カルテから対象者の
属性（年齢、性別、病名、大島分類）、1体重2体重増加率3便性状4浣腸回数5食事量・摂
取カロリー 6血液データ（TP、Alb）7療育活動の有無8関節可動域9機能的自立度評価表（以
下FIM）とした。研究実施にあたっては、A病院倫理審査委員会にて承認を得た。

【結果】
9項目のデータのうち一番変動のあった項目は体重で、増加率は120％だった。また最も関
節拘縮をきたした患者にあっては-20度から-40度に拘縮していた。その他、FIMの運動項
目の『移動』は23点から16点に低下、さらに『食事』は元々自力摂取できていた患者が嚥下
機能低下がみられるようになり、誤嚥予防のため食事は見守り下で行うように変わっていっ
た。

【考察】
活動制限と同時に患者が身体を動かす機会や時間が減少した他、原疾患による低筋量や基
礎代謝の低下が相まって体重増加・関節拘縮・FIMの変化につながったと考える。

【結論】
感染拡大に伴う活動制限は体重増加を招くだけでなく移動能力や食事動作にも影響するこ
とがわかった。今後、活動制限を伴うような事態が起きたとしても、理学療法士など多職
種と連携し活動量は制限しない取り組みが必要である。
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O2-69-2
当院臨床検査部における災害対策の取り組み
大石∙彰太（おおいし∙しょうた）1、成清∙羊佳（なりきよ∙みか）1、
小林∙隆樹（こばやし∙たかき）1、山田∙健太郎（やまだ∙けんたろう）1、介川∙雅之（すけがわ∙まさゆき）1、古屋∙佑真（ふるや∙ゆうま）1、
矢崎∙裕一郎（やざき∙ゆういちろう）1、生駒∙潤（いこま∙じゅん）1、佐藤∙克洋（さとう∙かつひろ）1、大島∙健吾（おおしま∙けんご）1、
相羽∙拓矢（あいば∙たくや）1、中村∙信之（なかむら∙のぶゆき）1、小池∙綾（こいけ∙あや）1、中村∙早希（なかむら∙さき）1、
内海∙良太（うつみ∙りょうた）1、中村∙李子（なかむら∙りこ）1、苅部∙正宏（かりべ∙まさひろ）1、秋元∙成美（あきもと∙なるみ）1、
山川∙博史（やまかわ∙ひろし）1、石井∙源一郎（いしい∙げんいちろう）2

1国立がん研究センター東病院臨床検査部、2国立がん研究センター東病院病理・臨床検査科

【はじめに】
当検査部では災害発生時の対策マニュアルの定期的な見直しがされておらず，存在を知ら
ない要員も多かった．そのため検査部QC活動チームとして災害マニュアルの改訂を中心と
した災害対策に取り組んだ．今回その内容について紹介する．

【取り組み】
1）災害マニュアルの改訂および周知；平日時間内と平日夜間・休日それぞれの行動チャー
トを作成し，災害対策本部の設置場所，被災状況の報告方法を明記し，災害発生時の対応
方法を分かりやすくした．責任者一覧や各検査室からの避難経路図も掲載した．2）災害時
機器チェックリストの作成；震度5以上の地震や停電復旧後に各検査室の機器状況の確認，
点検をするためのチェックリストを作成した．3）各検査室へのマニュアル設置を行った．4）
マニュアル改訂前後で災害時対応に関する認知度のアンケート調査を実施した．

【結果】
1）から3）の取組後にアンケート調査した結果，災害マニュアルの認知度は56.7%から
87.3％へ上昇した．災害対策本部の設置場所の認知度は35.3％から88.9％へ，対策本部
への被災状況報告方法の認知度は41.2％から79.4％へ上昇した．活動を通じ検査部要員全
体の災害対応の基礎的事項の理解が深まった．

【まとめ】
以上の活動により，災害対策体制の見直しや検査部全体の防災意識の向上につながったが，
災害対策手順はこれからも定期的に見直していく必要がある．また，当院で取得している
CAP（College of American Pathologists）認定においても検査室の設備や環境は厳密に要
求事項に規定されているため，各検査室で環境整備に取り組んでいる．今後は当検査部の
取り組みを病院全体に周知し，災害等に備えて安全対策を徹底していきたい．

O2-69-1
人工呼吸器使用患者の多い病棟における火災に備えた取り組み
仲野∙聖加（なかの∙きよか）、小森∙藍（こもり∙あい）、片岡∙勝之（かたおか∙かつゆき）、山崎∙明子（やまざき∙あきこ）、
島田∙美紀（しまだ∙みき）、紅露∙雅友（こうろ∙あゆ）

NHO 大阪刀根山医療センター看護

【はじめに】A病棟は、筋ジストロフィーをはじめとする神経筋難病患者が全体を占める。
人工呼吸器装着の患者は9割でADL全介助のため、自己にて安全を守ることは難しい。病
棟では、昨年度地震想定の訓練を実施したが、酸素を必須とするA病棟において2次災害
で火災が起こってしまうと致命的である。そこで、火災発生において全スタッフが迅速な
初期動作をとることを目的に課題に取り組んだので報告する。【方法】1,避難時に即時対応
ができるよう、呼吸器関連物品の収納ボックスを作成し、保管場所を一か所に統一。2.火
災訓練の場面を設定『地震発生後、酸素投与中の患者と同室患者の人工呼吸器コンセントよ
り火災が発生』と想定。3.2の場面設定で火災訓練を実施。4.3の火災訓練で問題点を抽出、
火災発生時対応のシミュレーション動画を作成。5.4の動画をスタッフ全員が視聴。【実施
と結果】物品収納ボックスは定位置に定着できた。場面設定が詳細であり、酸素バルブの元
締めや発火につながる埃の位置、水滴等日頃から確認すべき視点が多く抽出され、詳細な
動画作成につながった。【考察】火災は、酸素を使用する患者が多いA病棟では初期動作が
重要で全介助の患者の生命維持のため、災害拡大を最小限でくい止める必要がある。今回
の場面設定は病棟の特徴に応じた現実的な訓練となり、日頃から火災につながるリスク目
線で環境を調整する意識への刺激になったと考える。スタッフ全員が火災発生時の初期動
作を共通認識し役割発揮できるよう日頃の訓練が必要である。【まとめ】病棟看護師は、病
棟の特殊性を踏まえて日頃からリスク感性を磨き、あらゆる災害対応を習得しておかなけ
ればならない。

O2-68-6
虐待防止に取り組む虐待防止委員会作業部会の紹介
舩戸∙道徳（ふなと∙みちのり）1、岸本∙英祐（きしもと∙えいすけ）2、千田∙千津（せんだ∙ちず）3、小川∙陽子（おがわ∙ようこ）4、
甲斐∙美津江（かい∙みつえ）4、近藤∙江美（こんどう∙えみ）4、高橋∙千賀（たかはし∙ちか）5、鎌田∙峰代（かまた∙たかよ）5、
梶村∙華菜美（かじむら∙かなみ）5、牧野∙ひとみ（まきの∙ひとみ）5、前田∙菜々子（まえだ∙ななこ）5、坂口∙結花（さかぐち∙ゆか）5、
植松∙あゆみ（うえまつ∙あゆみ）5、可児∙真智子（かに∙まちこ）5、青木∙光江（あおき∙みつえ）5、飯本∙雅美（いいもと∙まさみ）5、
助実∙杏奈（すけざね∙あんな）5、佐合∙和美（さごう∙かずみ）5、坂本∙美紀（さかもと∙みき）5

1NHO 長良医療センター神経小児科、2NHO 長良医療センター事務部、 
3NHO 長良医療センター療育指導室、4NHO 長良医療センターリハビリテーション科、 
5NHO 長良医療センター看護部

障害者虐待、高齢者虐待、そして児童虐待のニュースが後を絶たないが、その背景には職
員の知識不足やストレス、倫理観の欠如や人間関係、人手不足など、原因が多岐にわたっ
ていることが一因として挙げられる。当院では令和3年8月に、概念図や形だけではない生
きた虐待防止の運営を実践するために、虐待防止委員会内に作業部会を設置して活動を開
始した。今回、作業部会の3年間の取り組みを紹介する。当院では毎月“虐待の芽を摘む自
己チェックリスト”により、職員一人ひとりの日々の支援の振り返りと職員相互のチェック
を行っている。その内容をもとに、毎月、作業部会のメンバーが中心となって各部署の倫
理カンファレンスを他部署の職員を交えて実施し、風通しのよい職場作りを目指している。
また、月1回、作業部会の定例委員会により、情報交換や分析を行い、その内容を「虐待防
止便り」として発行している。春と秋の年2回は人権意識、知識や技術向上のための全体研
修も実施して、積極的に知識の向上や人材育成を進めている。さらに、「通報は全ての人を
救う」の概念に従い、この3年間に、4つの事案（心理的虐待の疑い3件、放棄・放置の疑
い1件）について、行政機関に相談を実施し、病院としての振り返りも行ってきた。こうし
た取り組みは、職員の虐待防止に対する意識向上や身体拘束の解除などの患者QOL向上に
繋がっている。一方で、不適切な言動を見聞きした際に職員同士でお互いに指摘し合える
風土作りや職員のメンタルヘルス対策など課題も残っている。今後も、あらゆる方面から、
現場目線で虐待防止に努めていきたいと考えている。

O2-68-5
医療的ケア児を受け入れている保育所等に勤務する看護師が抱く困難感
今田∙南生人（いまだ∙なおと）

NHO 都城医療センター附属看護学校

【目的】保育所等において、医療的ケア児を受け入れるために看護師を配置するニーズは高
まっている。臨床と異なる環境において看護師が勤務することには様々な困難が予想され
る。この調査では、医療的ケア児を受け入れている保育所等に勤務する看護師が抱く困難
感を明らかにし、保育所等における看護師配置の在り方を検討することを目的とする。

【方法】A市ホームページに記載されているすべての保育園、幼稚園、認定こども園の施設
長へ郵送による文書で協力を依頼した。回答が得られた施設のうち、医療的ケア児の看護
ケアを行っている看護師へ連絡をとった。研究の趣旨について口頭で説明し同意を得た。

【結果】保育所等で医療的ケア児にかかわった経験のある看護師6名に、半構造的面接を行
い質的記述的に分析した。その結果、69コード、17サブカテゴリー、5カテゴリーが抽出
された。カテゴリーは＜保育園で医療的ケアを実施する難しさ＞、＜受け入れ体制が整っ
ていないという認識＞、＜役割の未確立による専門性を発揮する難しさ＞、＜健康に関連
した責任への負担感＞、＜不確かな状況に対する懸念＞の5つであった。

【考察】保育園等において、実施可能となる医療ケアが制限されることは、受け入れる医療
的ケア児の重症度や人数に制限をきたすと考える。また、看護師配置における課題として、
保育所等における看護師の役割を明確化すること、医療的ケア児をケアしていくための環
境を整備していくこと、保育所等へ勤務する看護師へのサポートを強化していくことが課
題として示唆された。
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O2-69-6
茨城県におけるIMATの運用体制構築について
石上∙耕司（いしがみ∙こうじ）、堤∙悠介（つつみ∙ゆうすけ）、加藤∙徳之（かとう∙のりゆき）

NHO 水戸医療センター救命救急センター

【はじめに】IMAT（Incident　Medical　Assistance　Team）とは、凶器を使用した人質
立てこもり事件等の現場において傷病者の発生が予想される場合に事件現場へ派遣される
医療チームのことである。全国で体制整備がすすめられているが、2024年4月時点ではま
だ13都道府県にとどまっている。また、公表している13都道府県においては国立病院機
構に属する病院としては当院が最初であったため、IMAT啓発も含め、茨城県での体制構築
について報告する。【体制構築について】NHO水戸医療センター（以下、当院）は、茨城県
の中央部に位置し、茨城県庁や隣接する茨城県警本部から5kmの距離にある。また、茨城
県警機動隊の本部からも8kmの距離にあり、基幹災害拠点病院、ドクターヘリ基地病院、
救命救急センターであることから当院が選定された。県警と協議を重ね、出動方法や現場
での活動、保険など細部の調整を図り、活動服を作成し2024年6月27日協定に至った。
今後は機動隊と訓練を重ね、現場活動に備えていきたい。

O2-69-5
2023年広島サミット時の手術室体制と2018年西日本豪雨災害の手術室
体制の比較検討
影本∙千晴（かげもと∙ちはる）1、近藤∙洋司（こんどう∙ひろし）2

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター麻酔科

【はじめに】
当院は2023年に広島で開催されたサミットの影響を受けた地域に位置している地方中核病
院である。また、2018年の西日本豪雨の被災も経験し、地理的な弱点も経験している。今
回、手術室の運営体制と輸血体制について、非日常の業務に対する当院の体制を報告する。

【方法】
2018年西日本豪雨災害の手術室体制と広島サミット時の手術室体制を比較検討する。検討
内容は輸血体制と手術枠を検討項目とする。

【結果】
災害時の輸血体制は、輸送経路の破綻により通常の運搬が不可能であった。一方、サミッ
ト時は、要人の移動のタイミングで輸送路閉鎖の可能性があると通達があったが、情報の
開示はされていなかった。緊急輸血搬送が必要になることはなかったため、実際の輸送路
閉鎖のタイミングは不明であった。手術枠に関しては、災害時は定期手術を通常通り運営
した。サミット時は麻酔科医、手術室看護師、手術室、いずれも緊急手術に対応できるよ
うに1枠空けた状態を維持していた。

【考察】
災害時とサミット時の輸血搬送困難は共通していたが、詳細は大きく異なっていた。災害
時は常時輸送困難ではあるが、情報は開示されていた。一方、サミット時は常時輸血輸送
困難ではないが、情報開示がされておらず、不明な状態が継続していた。輸血運搬が困難
な状態の手術室運営も異なり、サミット開催時は要人の緊急に対応するために人員の確保
などが優先され、災害時は定期手術の運営が優先された。サミットのように情報が不明な
時間が多い場合は、不測の事態に備え日常診療の制限も必要と考えられた。

【結語】
災害時、サミット時など非日常の業務体制では、情報開示の量によって日常診療の制限が
異なる。

O2-69-4
院内危機管理体制及び災害時情報共有体制構築の検証
野崎∙基亜（のざき∙もとつぐ）、魚住∙広生（うおずみ∙ひろき）、塚田∙紀明（つかだ∙のりあき）、中村∙肇（なかむら∙はじめ）、
松島∙代成（まつしま∙のりあき）、石上∙耕司（いしがみ∙こうじ）、堤∙悠介（つつみ∙ゆうすけ）、山田∙裕次（やまだ∙ゆうじ）、
飯沼∙昌宏（いいぬま∙まさひろ）、加藤∙徳之（かとう∙のりゆき）

NHO 水戸医療センター事務部企画課

背景　2024年、当院で危機管理部が創設され、災害時や電子カルテ停止時等の危機管理
に対しての対応部門が組織された。災害時等の意思決定及び現場指示の情報共有や安否確
認等についてのツールが確立されていないため、有用なツールをさがしている状況である。
目的　災害時等の意思決定方法の円滑化及び意思決定後の情報共有が容易にできるような
体制構築を検討し、提案を目的とする。方法　情報共有方法については、個人情報を取り
扱わないことを前提にSNSを用い院内で共有すべき情報をいくつか提案し、その内容の可
否を検証する。検証及び結果　現場のレスポンス、いくつかのサービスのセキュリティレ
ベル比較、院内で取り扱う情報範囲について検証調査を行い、結果を報告したい。

O2-69-3
大規模災害に対するスタッフの知識調査
中村∙祐樹（なかむら∙ゆうき）、坂本∙啓治（さかもと∙けいじ）

国立療養所菊池恵楓園第二センター

【目的】大規模災害に対するスタッフの知識の有無を明らかにする【方法】対象：看護師137
名　介護員147名、期間令和5年9月～ 11月　方法：「大規模災害対策」「職場での災害対
策」「業務継続ガイドライン（以下BPC）」についてアンケートによる知識調査を実施した。【倫
理的配慮】A園の倫理委員会の承認を得た。【結果】回収率91％有効回答率98％であった。
大規模災害対策の質問では「避難場所を確認している」50％「とくに何もしていない」38％、
職場での災害対策の質問では「自身の身の安全」が19％、入所者の1安全確保2避難誘導3
安否確認」が89％であった。非常持ち出し袋の保管 場所については半数が「知らない」と回
答していた。BPCの質問ではライフライン停止時の対策は「あまり知らない」「知らない」
の回答が50％以上を示していた。BPCに対して「だいたい知っている」「知っている」が看
護師52％、介護員26％、ハザードマップを「だいたい知っている」「知っている」が看護師
97％、介護員75％と看護師、介護員では知識の差がみられた。【考察】災害経験による危機
感はあるが時間の経過に伴い「自分は安全だろう」と、防災への意識が低くなり、対策と備
えが低下したと考える。新版看護者の基本的責務では「看護が阻害されてい場合には保護し
安全を確保することである」と示されており、優先順は安否確認、安全確保、避難誘導と考
える。【結論】ライフライン停止時の対策についての知識が低かった。BPCに関する看護師、
介護員の知識に差が見られた。
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O2-70-4
ギャンブル障害の疑いがある者の割合の推計　―精神的健康との関連にも
着目して―
浦山∙悠子（うらやま∙ゆうこ）1、古賀∙佳樹（こが∙よしき）1、新田∙千枝（にった∙ちえ）1,2、柴山∙笑凜（しばやま∙えり）1,3、
木村∙充（きむら∙みつる）1、遠山∙朋海（とおやま∙ともみ）1、松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）1、西村∙光太郎（にしむら∙こうたろう）1、
柴崎∙萌未（しばさき∙もえみ）1、松下∙幸生（まつした∙さちお）1

1NHO 久里浜医療センター臨床研究部、2筑波大学医学医療系、3東京大学大学院教育学研究科

【目的】ギャンブル障害は本人，家族の日常生活や社会生活に支障を及ぼし，債務，貧困，
精神的健康，自殺等に関連する問題である。本研究では2023年度ギャンブル等依存症問題
の実態調査より「ギャンブル障害の疑いがある者」の推計とその特徴を報告する。

【方法】全国の市町村300地点に在住する満18歳から75歳未満の者から，層化二段無作為
抽出法を用いて18,000人を抽出し調査票を送付した。回収数は9,291件，うち有効回答
数は8,898件（49.4％）であった。本研究では調査項目の中から，ギャンブル障害のスクリー
ニングテストであるPGSI，不安・抑うつの程度（K6），自殺念慮と自殺企図経験の有無を分
析に使用した。PGSI得点から「ギャンブル障害の疑いがある者」の割合を推計し，それ以外
の者との不安・抑うつおよび自殺念慮および自殺企図の割合の違いを分析した。

【結果】過去1年間にギャンブル経験がある者のうち，PGSIが8点以上の者を「ギャンブル
障害の疑いがある者」として推計を行ったところ，全体では1.7％，男性2.8％，女性 0.5％
であった。K6で「重度のうつ・不安障害が疑われる者」は「ギャンブル等依存症の疑いがあ
る者」で15.8％であり，そうでない者に比べ有意に人数が多かった。自殺念慮の経験があ
る者は39％，自殺企図の経験がある者は7.0％であり，どちらも「ギャンブル障害の疑い」
がなかったものに比べて高い値となった。

【結論】2023年調査の「ギャンブル障害の疑いがある者」は1.7％であった。不安・抑うつや
自殺念慮，自殺企画はギャンブル障害と関連がある可能性が示唆された。

O2-70-3
外来に通院するギャンブル依存症の患者およびその家族に関わる支援チー
ムスタッフの陰性感情体験に関する研究
宮平∙貴子（みやひら∙たかこ）、伊敷∙史子（いしき∙ふみこ）、徳田∙有一（とくだ∙ゆういち）、平安名∙亜美（へんな∙つぐみ）

NHO 琉球病院看護部

【目的】A病院では多職種で支援チームを組みギャンブル依存症集団療法プログラムを行っ
ている。関わりの中で患者の嘘や家族との共依存関係を目の当たりにし、陰性感情が芽生
え患者、家族への対応を苦痛に感じることがあった。そこで、支援チームメンバーが抱く
陰性感情体験の現状を明らかにしたいと考えた。【対象】研究参加に同意を得られた看護師、
公認心理士4名。【方法】インタビューより患者、家族に対して抱く陰性感情を抽出し分析
した。【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会で承認を得た。【結果】B氏より【様々な陰性感情】
など6カテゴリー、C氏より【チームに相談】など3カテゴリー、D氏より【院生感情を持た
ない】など5カテゴリー、E氏より【陰性感情を持ったことがある】など5カテゴリーが抽出
された。【考察】B氏は共感的理解を示しながら関わり、C氏は自ら学習し陰性感情を緩和さ
せ、D氏はこれまで体得した対処法でチームメンバーを支援し、E氏はチームで関わること
が良質な治療に直結することを実感していたと考える。リフレーミングを意識的に実践す
ることをチームで取り組み、様々な感情を抱えこまないことが患者、家族の回復支援に繋
がると考える。【結論】1患者、家族への介入は、「チーム」基盤の支援チームでありメンバー
が葛藤しながら関わっていくことが、スタッフの相互作用につながる。2自身の人生に他
スタッフの陰性感情体験を投じ、チームで共有することは陰性感情の意識化になり、患者、
家族の支援につながる。3チームで情報共有し患者にチーム全体が見えるようにアプローチ
することで、患者の緊張、不安などが分散され統一した質の高い看護が提供できる。

O2-70-2
北陸病院　医療観察法病棟における作業療法士の関わり
松永∙鉄平（まつなが∙てっぺい）

NHO 北陸病院リハビリテーション科

当院の医療観察法病棟での作業療法士の関わり方として、作業活動、特にパラレルOT場面
で観察される対象者の様子に基づいての振り返りを重視している。
すべての作業活動には、その人の行動特性の再現性があるといわれており、もの作りといっ
た作業場面で生じる上手くいかなさや失敗が、過去の生活や仕事、対人関係など、対象行
為に至る過程の中で生じていた問題と、本質的に共通したことが再現されていると捉える
ことができる。
そこで、それら作業場面で生じる問題を、過去にあった上手くいかなさを振り返る手掛か
りとし、その要因についての捉え方を修正できるように関わることで、対象者自身の能力
や行動特性、対象行為に至る過程への自己理解を促している。
それらの関わりを通し、対象者の自己評価の適正化を促し、退院後の生活において起こり
うる問題点や生活の仕方などを、現実的なものとして結び付けていけるように関わってい
る。
今回、そのための作業療法としての枠組みや関わり方などを、事例を通して紹介する。

O2-70-1
指定入院医療機関の医療や処遇の均てん化に関する研究（3）医療観察法指
定入院医療機関の運営におけるNHO/NCと自治体立との比較
壁屋∙康洋（かべや∙やすひろ）1、久保∙彩子（くぼ∙さいこ）2、前上里∙泰史（まえうえさと∙やすふみ）2、諸見∙秀太（もろみ∙しゅうた）2、
村杉∙謙次（むらすぎ∙けんじ）3、鈴木∙未央（すずき∙みお）3、武川∙未怜（むかわ∙みさと）1、中辻∙望来（なかつじ∙みくる）1、
高野∙真弘（たかの∙まさひろ）1、榎本∙翔太（えのもと∙しょうた）1、村田∙昌彦（むらた∙まさひこ）1、鬼塚∙俊明（おにつか∙としあき）1、
村上∙優（むらかみ∙まさる）4

1NHO 榊原病院心理療法室、2NHO 琉球病院精神、3NHO 小諸高原病院精神、 
4NHO さいがた医療センター精神

【目的】先行研究より医療観察法入院医療機関に平均在院日数・処遇終了率の差が認められ
た。施設要因の分析を通じ入院医療機関の均てん化を目指す。本研究では国立病院機構お
よび国立法人（以下、NHO/NC）と自治体立病院の病棟運営を比較し、課題を探る。

【方法】指定入院医療機関全施設に依頼し、平均在院日数や処遇終了率などのパフォーマン
ス指標、病院本体の機能について施設調査をおこなった。NHO/NC14施設と自治体立18
施設との比較のため、ブルンナー＝ムンツェル検定ないし分散分析で差を検証、p＜.05を
統計学的に有意とした。榊原病院倫理審査委員会の承認を得て研究を行った。

【結果】平均在院日数・処遇終了率・クロザピン処方率はNHO/NCと自治体立に差はない
が、NHO/NCに拘束実人員が多かった。病床規模、再入院・再処遇事例の受け入れでは、
NHO/NCが1施設あたりの病床数が多く、入院数に占める再入院または再処遇事例の割
合が多かった。医療観察法通院処遇事例数は平均在院日数の短縮に関連するが、NHO/NC
と自治体立とで通院処遇の事例有無と数に差があり、NHO/NCの7施設が2022年4月～
2023年3月に通院処遇事例がなく、自治体立病院の方が通院処遇を多く取り組んでいた。

【考察】NHO/NCの方が病棟の規模が大きく、再入院・再処遇事例を多く受け入れ、困難
事例への対応が推察される。平均在院日数と処遇終了率によって各施設をプロットすると、
平均在院日数が特に長い施設、処遇終了率が特に高い施設はいずれもNHO/NCであり、
NHO/NCの施設差が懸念される。通院処遇を受けていない施設に長期入院や処遇終了率の
高い施設があり、自施設が通院処遇を受けないことの入院処遇への弊害も懸念される。
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O2-71-2
急性期病院における転倒者の特徴と外傷転倒との関連因子についての研究
林∙勝仁（はやし∙かつひと）1、井手∙時枝（いで∙ときえ）2、高沢∙浩太郎（たかざわ∙こうたろう）3、藤崎∙暢（ふじさき∙みつる）4、
宮本∙俊之（みやもと∙としゆき）5

1NHO 嬉野医療センターリハビリテーション科、2NHO 長崎医療センター看護部、 
3栄寿会真珠園療養所身体系リハ室、4NHO 長崎医療センターリハビリテーション科、 
5NHO 長崎医療センター整形外科

【目的】
転倒は入院患者のQOLを著しく低下させるため、転倒の予防は医療安全における重要な課
題である。これまで転倒リスク因子は明らかにされてきたが、病院の規模や地域差、診療
科などによって転倒率、原因や傾向は変わってくるため、転倒予防にはその病院独自の特
徴の把握が重要である、と近年厚生労働省が提言している。本研究はA病院における転倒
者の特徴と外傷や検査を伴う転倒（医療事故レベル3a以上, 以下外傷転倒）との関連因子を
調査することを目的とした。

【方法】
2022年1月～ 2023年9月にA病院において転倒した入院患者276例を対象とし、インシ
デントレポートおよびカルテから転倒者全体の特徴を分析した。また外傷転倒の有無を目
的変数、関連が認められる要因を説明変数としたロジスティック解析分析を行った。

【結果】
転倒者は、男性、夜間、ADL非自立者、夜間のトイレ使用者、非依存的性格、入院歴あり、
糖尿病患者に多かった。また外傷転倒は94例あり、ロジスティック解析分析の結果、外傷
転倒と尿器使用が妥当と評価した患者（オッズ比 2.1, 95％信頼区間: 0.99-4.45）との関連
が認められた。

【結論】
ADLに介助を要する人が夜間トイレ時に転倒することが多く、さらに性格、入院歴、糖尿
病を有しているか否かが、A病院での転倒予防には必要な情報であると示唆された。また外
傷転倒予防には、端坐位の安定性やトイレまでの歩行能力を正確に評価することと、その
結果、尿器使用が妥当と評価した場合は、その理由を丁寧に説明することが重要と考えら
れる。

O2-71-1
転倒リスク評価としての二重課題の重要性～症例を通して日常生活のリス
クを検討する～
谷∙篤志（たに∙あつし）、川村∙佳祐（かわむら∙けいすけ）、梶川∙美紅（かじかわ∙みく）、原田∙修平（はらだ∙しゅうへい）、
中川∙正之（なかがわ∙まさゆき）

NHO 東近江総合医療センターリハビリテーション科

【目的】日常生活では単に立つ、歩くだけではなく、その安定性を保持しつつ様々な生活動
作を行う。歩行しながら会話する、物を運ぶといった二重課題は、安全な生活を送るため
に重要である。本報告では、退院前の患者の二重課題遂行能力と身体能力、転倒恐怖感の
関係性を検討する。【方法】2023年12月～ 2024年4月に当院に入院しており、退院が決
まった90 ～ 70代10名（男性7名、女性3名）を対象に以下の評価を実施した。Timed up 
and Go test（TUG）、計算課題付加TUG（D-TUG）、Mini Mental State Examination

（MMSE）、転倒恐怖感（FES）を測定した。【結果】TUGでは10名中7名がカットオフ値を
下回り、D-TUGでは4名がカットオフ値を下回った。MMSEでは2名がカットオフ値を
下回り、FESでは3名が中等度の恐怖心を示した。【考察】D-TUGの実施時間が長いほど
MMSEのスコアが低いという傾向は確認されなかった。このことから、認知機能が低いこ
とが直接的に歩行速度の低下に繋がるわけではない。また、転倒恐怖心の高さも身体能力
に直接影響しているとは言えない。しかし、D-TUGでは所要時間が20 ～ 30%以上延長し
ており、二重課題中の転倒リスクが高まる可能性が示唆された。【結論】日常生活において
は、姿勢の安定性を確保しながら様々な課題を遂行する必要がある。転倒リスク評価には、
単純な歩行能力や認知機能の測定のみでは不十分であり、これらを組み合わせた課題付加
歩行評価が有用である。本研究の結果からも、症例数を増やしてさらなる検討が必要である。

O2-70-6
依存症当事者とその家族の相談への抵抗感について
柴山∙笑凜（しばやま∙えり）1,2、古賀∙佳樹（こが∙よしき）1、新田∙千枝（にった∙ちえ）1,3、浦山∙悠子（うらやま∙ゆうこ）1、
木村∙充（きむら∙みつる）1、遠山∙朋海（とおやま∙ともみ）1、松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）1、西村∙光太郎（にしむら∙こうたろう）1、
柴崎∙萌未（しばさき∙もえみ）1、松下∙幸生（まつした∙さちお）1

1NHO 久里浜医療センター臨床研究部、2東京大学大学院教育学研究科、3筑波大学医学医療系

【目的】依存症は治療や相談につながりにくいことが指摘されている。本研究では2023年
度に久里浜医療センターにおいて行われた依存症を抱える当事者と家族を対象とした調査
から、相談への抵抗感について報告する。

【方法】精神保健福祉センター（65施設）と依存症の相談窓口を有する保健所（54施設）に依
存の問題で来所した当事者と家族のうち、同意の得られた者を対象とした。相談への抵抗
感について「あなたが依存の問題に初めて気づいてから、実際に相談するまでには、相談へ
の抵抗感がどのくらいありましたか？」という問いに、全くなかった（1点）からかなりあっ
た（4点）の4件法で回答を求めた。

【結果】当事者289名、家族384名を分析対象とした。相談への抵抗感について、当事者
と家族で差があるかどうか、抵抗感あり群（1,2点）と抵抗感なし群（3,4点）に分けてΧ 2検
定を行った。その結果有意な差が認められ、当事者の方が抵抗感あり群の割合が多いこと
が示された（Χ2（1）= 26.06, p＜0.001, φ = .20）。加えて、依存の当事者が抱える依存
の種類をもとに3つの群に分け、抵抗感を従属変数とした分散分析を行った（GAMBLE群、
SUBSTANCE群、BEHAVIOR群）。その結果、当事者でのみ有意な差があり（F（2,261）= 
4.40, p = 0.013, ηp

2 = .03）、多重比較によりGAMBLE群はSUBSTANCE群よりも抵抗
感が有意に高いことが示された（p adj = 0.011, d = 0.42）。

【考察】本研究により、相談への抵抗感は当事者の方が家族より高く、当事者の中でもギャ
ンブル依存のみを抱えている群は物質依存のみを抱えている群よりも抵抗感が高いことが
示された。今後相談への抵抗感に関連する要因について検討が必要である。

O2-70-5
Gambling Disorder（ギャンブル障害）治療プログラムの長期的な有効性
について：日本における多施設共同研究
松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）、西村∙光太郎（にしむら∙こうたろう）、新田∙千枝（にった∙ちえ）、柴崎∙萌未（しばさき∙もえみ）、
古賀∙佳樹（こが∙よしき）、古野∙悟志（ふるの∙さとし）、岡田∙瞳（おかだ∙ひとみ）、松下∙幸生（まつした∙さちお）

NHO 久里浜医療センター精神科

【背景】2023年4月国が大阪のIR事業を認定し、2030年秋頃日本で初めてカジノ施設を
含む特定複合観光施設（Integrated Resort; IR）が開設される予定であり、ギャンブル障害
の治療を含む対策が喫緊の課題となっている。【目的】医療機関を受診したギャンブル障害
患者の臨床状況を把握し、日本における認知行動療法ベースの治療プログラムの有効性を
明らかにする。【方法】対象は20の医療機関の協力を得て、各医療機関でギャンブル障害の
治療を実施し、オンラインによる追跡調査を実施した。【成績】対象は202名、男性195名

（96.5%）、女性7名（3.5%）、平均年齢は男性36.2±8.7歳、女性39.1±9.8歳、ギャン
ブル開始年齢は男性19.1±3.3歳、女性20.1±3.1歳であった。ギャンブルの種類として
はパチンコが最も多く、経験率は男性64.1%、女性85.7%であった。負債総額の中央値は
男性500万円、女性575万円であった。全対象がDSM-5によるギャンブル障害の診断基
準を満たし、男性の36.4%、女性の42.9%が重度（スコア8点以上）であった。初回受診か
ら6か月後、144名（71.2%）が追跡調査に回答した。78例（54.6%）は通院を継続し、81
例（56.3%）は調査後6か月後でもギャンブルをしていなかった。【結論】オンラインでの追
跡調査により、ギャンブル障害の治療の予後を調査した。予後に影響した要因について検
討し、治療効果を上げる取組が求められる。
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O2-72-1
急性・重症患者看護専門看護師が実践するRRTの取り組みと課題 -活動日
ラウンドを通して-
長岡∙孝典（ながおか∙たかのり）

NHO 呉医療センター救命救急センター

【はじめに】急性・重症患者看護専門看護師（Critical Certified Nurse Specialist：以下
CCNSとする）は、2022年4月より月に2 ～ 3日活動日を設け、病棟ラウンドを実施して
いる。今回、CCNSが活動日ラウンドで介入した、院内でのRapid Response Team（以下
RRTとする）の取り組みと今後の課題について報告し、RRSのチーム活動について検討する。

【結果】2022年9月～ 2024年3月までに起動したRRTは40件で、CCNSが介入したRRT
は、2022年度9件、2023年度17件であった。うち、ラウンド中に相談を受けたRRTは7
件であった。相談として最も多かったのは、呼吸苦や頻呼吸など、呼吸の異常に関するスタッ
フの重症化の懸念であった。RRT対応時間は、平均47.2±27.8分/回であった。CCNSが
関わったRRT対応全症例について、継続的介入を行い、患者の状態変化の観察とスタッフ
へケアアドバイスを行う場とした。【考察】今回、CCNSが活動の一環としてRRTラウンド
を実施したことが、RRTの認知を広め、件数の増加へ寄与していた。要因として、ラウン
ドによる顔の見える関係性を構築したことが組織の心理的安全性を高め、相談しやすい環
境整備につながったと推察される。RRT起動時間についても、ラウンドで直接相談を受け
ることで起動までの時間短縮につながっていた。さらに、ラウンド中にスタッフより人工
呼吸器ケアに関する相談などを受けることで、教育機会を得るという副次的効果があった。
RRSの普及について、定期的なプロアクティブラウンドが効果的であると述べられており、
現在チームとしてラウンドを行えていない現状に対し、今回のCCNS活動を契機に、連携・
協働を基盤としたRRS整備に繋げていくことが課題である。

O2-71-5
心臓血管センターでのリハビリ介入患者におけるサルコペニア合併率につ
いて
水谷∙圭佑（みずたに∙けいすけ）1、伊藤∙直有希（いとう∙なおゆき）1、河瀬∙崇史（かわせ∙たかふみ）1、米田∙愛（よねだ∙めぐみ）2、
渡辺∙伸一（わたなべ∙しんいち）3、吉岡∙稔泰（よしおか∙としひろ）1

1NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、 
2NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院理学療法学科、 
3岐阜保健大学リハビリテーション学部理学療法学科

【目的】当院心臓血管センターに入院した患者において、サルコペニアを合併している患者
の傾向を把握する。【方法】対象は2023年4月～ 2024年3月の期間に、名古屋医療セン
ター心臓血管センターに入院し理学療法士によるリハビリテーションを実施した患者とし
た。サルコペニアの診断基準としてはAWGS 2019を採用した。電子カルテから後方視的
に情報収集をし、退院時の握力、歩行速度をもとにサルコペニアなし、サルコペニアあり、
重度サルコペニアに分類した。統計は一元配置分散分析とχ二乗検定で行った。【結果】調
査対象は184人（平均年齢71.8歳）でサルコペニアなしが53人（29%）、サルコペニアあり
が61人（33%）、重度サルコペニアが70人（38%）という結果となった。主な対象疾患は心
不全、急性心筋梗塞、心臓外科手術後であった。サルコペニアなしと比べるとサルコペニ
アあり、重度サルコペニアとなるほど年齢は高くなり、重度サルコペニアは女性、心不全、
心臓外科術後患者が有意に多いという結果であった。【結論】高齢患者であるほどサルコペ
ニアを合併している確率が高く、重度サルコペニアでは女性が多いことがわかった。また
心不全患者ではサルコペニアあり、重度サルコペニアに該当する患者が多く心臓外科術後
患者においても重度サルコペニアに該当する患者が多くいることがわかった。

O2-71-4
造血幹細胞移植前のフレイルと移植後のQOLの関連：多施設コホート研究
森瀬∙脩平（もりせ∙しゅうへい）1、横田∙純一（よこた∙じゅんいち）6、野田∙加奈子（のだ∙かなこ）2、
佐藤∙祐太（さとう∙ゆうた）2、高橋∙蓮（たかはし∙れん）2、佐藤∙昌代（さとう∙まさよ）5、敦賀∙肇（つるが∙はじめ）1、
和泉∙徹（いずみ∙とおる）4、藤本∙勝也（ふじもと∙かつや）3

1NHO 北海道がんセンターリハビリテーション科、2NHO 仙台医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 北海道がんセンター血液内科、4NHO 仙台医療センター血液内科、 
5NHO 宮城病院リハビリテーション科、6弘前大学大学院保健学研究科

目的　造血幹細胞移植（以下移植）は身体機能、QOLを低下させる。また、フレイルを有す
る血液腫瘍患者は治療抵抗性の増加や、予後不良との報告もある。移植により活動量が低
下することを考慮すると、フレイルは、リハビリの効果を妨げ、QOLに影響することが推
察される。よって、本研究は移植前のフレイルが移植後のQOLに及ぼす影響を明らかにす
ることとした。方法　本研究は多施設コホート研究として、2施設において2022年4月～
2024年3月の期間に実施された。フレイル評価は移植前に判定し、フレイル群と対照群に
分けた。アウトカムはQOL（EORTC QLQ-C30）とし、移植前、退院時に測定した。統計
解析は各群のQOLに対するフレイルの交互作用を年齢、性別を共変量として線形混合モデ
ルで検証した。また、各群内でQOLスコアと被験者パラメータとの相関を検証した。結果　
解析対象は56名であった（56.9 ± 9.7歳、男性37名、女性19名）。QOLスコアの身体的
活動性、役割活動性において、群間に有意な主効果を認めた。一方で、身体的活動性にの
み測定時期間で有意な主効果を認めた。交互作用は認められなかった。また、フレイル群
は身体的活動性と移植後の在院日数（r=-0.5）、役割活動性と運動器疾患の有無（r=-0.46）
に相関がみられた。フレイルなし群は身体的活動性とその他の血液疾患の有無（r=-0.57）、
役割活動性と移植前SPPB（r=0.43）に相関がみられた。結論　フレイルの有無関係なく、
移植による活動量低下によりQOLの身体的活動性、役割活動性が低下していた。これらの
2つの低下は移植前の他疾患の有無や、身体機能、移植後の在院日数と相関していた。

O2-71-3
腹部外科手術を受ける患者の術前後におけるバランス能力の変化について
～フレイルに着目して～
梶川∙美紅（かじかわ∙みく）、川村∙佳祐（かわむら∙けいすけ）、中川∙正之（なかがわ∙まさゆき）

NHO 東近江総合医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院では腹部外科手術を受ける患者に対し、術前にフレイルとバランス機能評
価を実施している。また、転倒リスクを適切に評価し、リスクを低減するために術後も経
時的にバランス機能評価をしている。今回は当院で腹部外科手術を受けた41名のデータを
振り返り、患者の特性について検討したため、今後の展望と共に報告する。【対象と方法】
2022年1月～ 2024年5月に当院で腹部外科手術を受けた患者を対象とした。術前に改
訂J-CHS基準を用いたフレイルの判定を行い、術前後にSIDEを用いたバランス機能評価を
行った。対象者には書面にて同意を得た。重篤な合併症、認知機能の低下、疼痛コントロー
ル不良等により評価困難であった症例は除外した。【結果】男性20名、女性21名、平均年
齢は75.6歳であった。フレイル該当者9名、プレフレイル該当者25名であった。術前の
SIDEがレベル2bを下回る患者は3名であり、全員がフレイルに該当していた。また、フレ
イル該当者は術前レベルのSIDEとなるまでに時間を要す傾向があった。【まとめ】術後は術
侵襲等により、SIDEのレベルが低下する傾向にある。特にフレイル該当者や術前よりバラ
ンス機能の低下を認めた症例は、術後に更なるバランス機能の低下が生じ、回復にも時間
を要した。そのため、術前のフレイル改善等を目的とした多職種介入の重要性と術後の自
立度拡大に向けた、個別的な取り組みの必要性を示唆する結果であったと考えている。今
後は症例数を増やすとともに、術前評価に基づいた具体的な術前後の介入についても検討
していく。
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O2-72-5
救命救急センターにおける緊急再開胸止血術に備えたシミュレーション教
育の取り組み
小笠原∙友子（おがさわら∙ともこ）1、福島∙知寿（ふくしま∙ちず）1、小泉∙みどり（こいずみ∙みどり）1、筒井∙志保（つつい∙しほ）2、
配島∙功成（はいじま∙のりまさ）3

1NHO 埼玉病院救命ICU・CCU、2NHO 埼玉病院看護部、3NHO 埼玉病院心臓血管外科

心臓血管外科術後患者の中には、急激な血行動態の破綻から救命のために再開胸止血術（以
下再開胸術）を余儀なくされる症例がある。当院救命救急センター ICU・CCU（以下ICU）
は、病院の構造上、手術室への患者搬送に10分程度時間を要する場合がある。そのため、
迅速な対応を必要とする症例ではICU内で再開胸術が行われる。手術の決定から開始まで
の時間をいかに短縮し、循環動態を安定させるかが患者の予後にとって重要である。そこ
で、ICU内での再開胸術を想定したシミュレーション教育を心臓外科担当スタッフが中心
となり2018年から年1 ～ 2回程度実施してきた。2019年からこれまでICU内での再開
胸術は2例であり、その都度当日勤務していたスタッフと心臓外科担当スタッフ・主治医
と振り返りを行い、シミュレーション内容の変更を重ねてきた。2018年時点での夜勤メ
ンバー 4名を想定したアクションカードを用いたシミュレーション内容においては、経験
の浅いスタッフでもカードを見れば役割に沿って行動できる利点はあったが、全体を統括
するリーダー看護師の役割が不明瞭であり、チームとしての連携不足が浮き彫りとなった。
そこで、2020年よりリーダー看護師が全体を把握し、スタッフへ指示を出す方法に変更し
た。2022年には実際に再開胸術を経験し、シミュレーションだけでは想定できなかったリー
ダー看護師の役割や電気メスの操作方法・必要機材の搬入手順などについて課題が挙がっ
た。今回、新たにこれらを踏まえたチェックリストを作成し、リーダー看護師に焦点をお
いたシミュレーションを実施した。直後に再開胸術を経験し、これまでのシミュレーショ
ン教育の成果を実感することができたため報告する。

O2-72-4
シミュレーション研修を用いた効果的な教育方法の取り組み -経皮的血栓
回収術介助の確立-
松島∙めぐみ（まつしま∙めぐみ）、三浦∙優斗（みうら∙まなと）、松本∙祐樹（まつもと∙ゆうき）、小泉∙みどり（こいずみ∙みどり）、
山田∙朗加（やまだ∙あきらか）、梅沢∙武彦（うめざわ∙たけひこ）

NHO 埼玉病院看護科

【はじめに】当院は、平成30年11月より、3次救命救急を立ち上げ、救命救急センターが
開設された。以降、救急搬送件数は例年平均6000件、そのうち脳外科救急搬送患者数は月
平均27件、夜間の血栓回収術症例数は月平均1.5件である。しかし、当救命救急センター
において、夜間緊急血栓回収術は、未経験看護師への事前の技術教育が出来ず、患者に迅
速な対応が出来ていないことが課題となっていた。症例数が少ない中で、いかに看護師が
技術と知識を習得できるかを考え、今回の取り組みを行い、効果的な結果を得たためここ
に報告する。【取り組み】1.血栓回収術のイメージ動画を作成し、全看護師視聴した。2.脳
血管模型を使用して血栓回収シミュレーションを実施。医師の指導を受けながら、看護師
が医師役になり、実際にデバイスを扱った。3.マニュアルの見直しを実施。写真や解説、
その根拠の他、医師が普段使用する用語も記載した。また、デバイスの場所を色別して記
載し、同じ色のシールをデバイス棚へ貼付した。4.トレーニング用チェックリストを作成し、
トレーニング時に使用した。【結果・考察】シミュレーションでは、看護師が医師の目線に立
つことで、全体の流れを把握することができ、次に使用するデバイスが理解できた等、各
看護師が不安や疑問に思っていたことも質問でき解決する場となった。さらに、トレーニ
ング時にチェックリストを使用することで、苦手項目を抽出でき、より具体的な振り返り
が可能となった。今回の取り組みにより、介助についた看護師より、「以前より準備が早く
出来るようになった」「不安が軽減できた」など良好な結果が得られた。

O2-72-3
臨床推論を活用した看護教育への取り組み～臨床判断能力の育成に向けて～
田中∙啓一郎（たなか∙けいいちろう）1、山浦∙晴香（やまうら∙はるか）1、不破∙理映（ふわ∙りえ）2、中村∙有里（なかむら∙ゆり）1

1NHO 埼玉病院看護部、2国立療養所多磨全生園看護部

【はじめに】当院は、地域の医療需要の増加に備えるため診療機能を段階的に拡大し、地域
の急性期・救急医療を担う中核機関である。当院が、地域医療を支えるためには、臨床判
断能力の高い看護師の育成が必要となる。そこで、昨年度行われた院内教育プログラムの
改訂を受け、診療看護師が指導者となり臨床推論を活用した段階的な教育研修を展開した。

【目的】臨床推論を活用したキャリアラダー別研修を段階的に展開していくことで、看護師
の臨床判断能力を育成する。【実践内容】レベルIでは「フィジカルイグザミネーション」「フィ
ジカルアセスメントI」として、シミュレーション研修を行い、対象の第一印象に目を向け
ることや正常異常の判断ができる学習とした。レベルII研修では「フィジカルアセスメント
II」として、主に症状のアセスメントを行い、原因検索・病態予測から必要な看護ケアに繋
げる学習とした。レベルIII研修では「臨床推論」として、原因を論理的に考えアセスメントし、
医師への適確な報告と看護介入を導き出せる学習内容とした。また、集合教育のOJT支援
として、「フィジカルアセスメント指導者版」研修を取り入れ、指導に関わる看護師へのア
プローチも行った。【結果と評価】1．研修を受講した看護師を中心にISBARCを意識した報
告をするようになった。2．フィジカルアセスメントに対する職場全体の意識が高まった。【ま
とめ（今後の課題）】看護師の臨床判断能力の育成には、臨床推論を活用した看護教育の導入
とそのための段階的な研修体制は有効である。今後は、研修を継続し、予期せぬ急変事例
の低減など二次的な効果にも繋げていきたい。

O2-72-2
倫理教育・倫理ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ導入による看護師の倫理的行動に関する実態調査 
―大出順の倫理的行動尺度2020年版を用いて―
伊良部∙梨知子（いらぶ∙なちこ）、富川∙浩蔵（とみかわ∙こうぞう）、世嘉良∙和樹（よかりょう∙やすき）、徳本∙優喜（とくもと∙ゆき）、
高良∙尚龍（たから∙しょうりゅう）、米須∙詩織（こめす∙しおり）

NHO 沖縄病院看護部

【目的】倫理教育・倫理ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ（以下、倫理CF）導入によるA病院看護師の倫理的行動の変
化を明確にし、継続的な看護倫理教育介入の有効性を検証する。【方法】1．対象：A病院看
護師219名。2．ﾃﾞｰﾀ収集方法：使用許諾を得て大出順の倫理的行動尺度2020年版（以下、
調査票）による自記式ｱﾝｹｰﾄ調査。3．ﾃﾞｰﾀ分析方法：1）基本属性は看護師経験年数、年齢、
勤務病棟、管理職の有無、倫理CFへの参加回数など11項目を単純計算による集計。2）倫
理的行動（18項目）は、「全く当てはまらない」を1点、「非常に当てはまる」を6点とした6
件法で算出し、逆転項目には、変換変数処理を行った。尺度の調査結果は、Wilcoxon順位
和検定を用いて検定し3年間の結果を年度別に比較検討。また、各質問項目の中央値および、
第1・第3四分位を算出し、解析は統計ｿﾌﾄJMP13.2.1を用いた。【結果・考察】本研究にお
ける有効回答数は98名（有効回答率91.3％）であった。3年間の倫理教育を継続した結果、
倫理的行動尺度の中央値は、自立尊重尺度と無危害善行尺度は、年々点数が増加し、公正
尺度は増加および横ばいであった。また、各尺度の得点が平均的でﾊﾞﾗﾝｽの取れた正三角形
に近づいた。特に、倫理CF参加回数が多いと倫理的問題の気づきと、自分自身の看護ｹｱや
看護観へより良い変化があった。これらのことより看護倫理の継続教育や倫理CFへの参加
は、A病院看護師の倫理的行動に変化をもたらし、倫理的感受性を育むきっかけとなった。
よって、より良い看護の提供において効果が得られていると考える。
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O2-73-3
膵腺扁平上皮癌切除症例の報告
大元∙航暉（おおもと∙こうき）、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）、柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）、
櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）、岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）、北田∙浩二（きただ∙こうじ）、濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）、
徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）、
稲垣∙優（いながき∙まさる）

NHO 福山医療センター外科

【はじめに】膵腺扁平上皮癌の比較的稀な疾患であり、発生頻度は膵癌全体の約2％と報告さ
れている。当院で切除を行った膵扁平上皮癌について文献的考察を加えて報告する。【症例】
症例1；81歳男性。膵頭部癌（pT3,N0,M0 stage2A）に対して膵頭十二指腸切除術施行
した。術後3年目に腫瘍マーカー上昇とCTで膵尾部に腫瘤を指摘された。PET-CTで集積
あり膵癌再発が疑われ膵体尾部切除術を施行した。病理組織学的検査では膵腺扁平上皮癌

（pT3,N0,M0 stage2A）と診断され初回手術の病変とは異なる新規病変と診断された。術
後化学療法としてTS-1投与され、術後約8年経過し無再発生存中である。症例2；69歳男性。
腹痛と尿の黄染を主訴に近医受診。閉塞性黄疸にてERCP施行。CTにて膵頭部腫瘤を指摘
されEUS-FNAにて膵頭部癌と診断された。術前補助化学療法（GS2コース）後に膵頭十二
指腸切除術を施行した。病理組織学的診断で膵腺扁平上皮癌（pT3,N1a,M0 stage2B）と診
断された。術後化学療法としてTS-1投与した。術後半年で肝転移再発をきたし術後9カ月
目に死亡した。症例3；80歳男性。心窩部痛で前医受診。腹部超音波で膵頭部腫瘤認め精
査加療目的で当院内科紹介。EUS-FNAにて膵腺扁平上皮癌の診断。門脈、周囲神経叢など
への浸潤を認め、化学放射線療法施行された。腫瘍縮小し手術可能となり、膵頭十二指腸
切除術を施行された。病理組織学的診断でも膵線扁平上皮癌（pT1,N0,M0stage1A）の診断。
術後化学療法としてGEM投与していたが汎血球減少認めたため中止。以降再発なく経過し
ていたが、術後8年目に壊死性腸炎で死亡した。

O2-73-2
膵癌に対する門脈合併膵頭十二指腸切除術症例の検討
末永∙雅也（すえなが∙まさや）、多代∙充（たしろ∙みつる）、稲森∙祥子（いなもり∙しょうこ）、横山∙由依（よこやま∙ゆい）、
印牧∙弘貴（かねまき∙ひろたか）、清水∙遼太朗（しみず∙りょうたろう）、羽田∙拓史（はだ∙たくみ）、梅村∙卓磨（うめむら∙たくま）、
田中∙健太（たなか∙けんた）、冨永∙奈沙（とみなが∙なさ）、田嶋∙久子（たじま∙ひさこ）、宇野∙泰朗（うの∙やすお）、
服部∙正嗣（はっとり∙まさし）、小寺∙泰弘（こでら∙やすひろ）

NHO 名古屋医療センター外科

【背景】当院は日本肝胆膵外科学会修練施設（B）であり、膵癌に対して門脈合併切除（PVR）
を伴う膵頭十二指腸切除術（PD）を積極的に施行してきた。【方法】2013年から2023年に
当院で膵癌に対してPDを施行した症例を対象にPVRについて検討した。【結果】全85例
中、PVRは32例（38%）で施行されており、術前補助療法の導入後ではPVRは有意に減
少していた（P=0.002）。PVRの有無は腫瘍径（P=0.010）、切除可能性分類（P＜0.001）、
CA19-9（P=0.045）、手術時間（P=0.001）、出血量（P=0.013）と有意な関連を認めた
が、術後在院日数の中央値はPVRの有無で共に25日であった。PVRの切除長の中央値は
30 mm、再建時間の中央値は19分で、グラフトを使用した症例はなかった。Nakao分類
はType A/B/C/Dが11/11/10/0例、病理学的門脈浸潤は9/8/9/0例で、26例（81%）
で病理学的門脈浸潤を認めた。周術期に重篤な合併症は認めなかったが、遅発性の門脈再
建部高度狭窄を5例（19%）で認め、うち1例（3%）で挙上空腸静脈瘤出血の合併により
内視鏡的治療を要した。PVRの有無で無再発生存期間の中央値は12.5/16.0か月、生存
期間の中央値は23.0/36.7か月とPVRで短い傾向であったが有意差は認めず（P=0.704, 
P=0.599）、3年以上の長期生存例を10例（31%）で認めた。【結語】PDの4割でPVRを施
行し、その8割で病理学的門脈浸潤を認めていた。当院におけるPVRを伴うPDは安全に施
行され一定の予後が得られていたが、再建長の長い症例では狭窄予防のためにグラフトの
使用を考慮する必要があると考えられた。

O2-73-1
急性膵炎後の被包化膵壊死に対して超音波内視鏡下ドレナージ施行後，膵
結腸瘻を合併した一例
浅井∙寿規（あさい∙としのり）、朝日向∙良朗（あさひな∙よしろう）、酒井∙椋平（さかい∙りょうへい）、古澤∙弘毅（ふるさわ∙ひろき）、
松尾∙俊紀（まつお∙としき）、木村∙真規子（きむら∙まきこ）、小村∙卓也（こむら∙たくや）、加賀谷∙尚史（かがや∙たかし）

NHO 金沢医療センター消化器内科

【症例】70代男性．腹痛，嘔吐を主訴に当院受診し，重症急性膵炎と診断し入院加療をおこ
なった．保存的加療により軽快したが，経過で腹部膨満感や腰痛の出現を認めたためCTを
再検したところ，膵周囲に被包化膵壊死（walled-off necrosis：WON）の合併を認めた．
症状の原因と考えられたため，膵臓用瘻孔形成補綴材（Hot AXIOSTM System）を用いた超
音波内視鏡下経胃的ドレナージ術を施行した．ドレナージ後，症状は徐々に改善しWON
も縮小したため，第46病日に退院となり，さらにその2週間後に補綴材を抜去した．しか
し，補綴剤抜去後約2週間経過した頃より発熱を認めたため，CTを撮像したところWON
が残存しており感染の合併を否定できないと考え，胃の瘻孔よりプラスチックステントお
よび経鼻的ドレナージチューブを再留置した．その後ドレナージチューブから行った造影
検査にて下行結腸への造影剤の漏出を認めたため膵結腸瘻と診断した．膵結腸瘻に対して
は，さらに数日後，内視鏡的瘻孔閉鎖を目的に下部消化管内視鏡検査を施行したところ，
瘻孔は自然開鎖していた．その後，WONの縮小に合わせて症状の改善をみとめた．【考察】
急性膵炎にともなう膵結腸瘻は比較的稀な合併症であるが，感染の増悪や重症化をきたし
やすく，しばしば治療に難渋する．治療は腸管切除や人工肛門造設術など外科手術が選択
されることが多いが，特に全身状態不良例や高齢者では内視鏡治療などの低侵襲な治療が
望まれる．今回我々は、WONに対する超音波内視鏡下ドレナージ後に合併した膵結腸瘻
の一例を経験したため報告する．

O2-72-6
医療施設における看護師及び看護補助者に対する災害看護教育に関する実
態調査
岡崎∙敦子（おかざき∙あつこ）1、阿部∙八千代（あべ∙やちよ）2

1NHO 東京医療センター看護部、2NHO 災害医療センター看護部

【背景】新興感染症対応と自然災害への備えが必要とされる状況下で、医療施設の機能を維
持・回復させるためには、災害発生から中・長期的な時間軸を意識した看護師等の日常的
な備えが求められる。【目的】国の政策医療を推進する国立ハンセン病療養所（以下、国ハ病）、
国立高度専門医療研究センター（以下、NC）、国立病院機構（以下、NHO）の医療施設を対
象に、看護師及び看護補助者への災害看護教育の現状を明らかにする。【方法】1．研究デザ
イン：Web及び郵送法による質問紙調査、2．対象：国ハ病、NC、NHOの看護管理者で、
所属する医療施設の看護師等の教育担当者、3．調査期間2024年3月～4月、4．倫理的配慮：
A施設の臨床研究倫理委員会の承認を得て実施した。【結果】161施設中89施設の看護管理
者から回答を得た（回収率55．2％）。看護師への災害看護教育を行っている施設は37施設

（42％）、看護補助者への教育は12施設（14％）であった。看護師への研修方法は、災害訓練・
消防訓練の機会に当日の勤務者を対象に実施しているが最も多く（27施設）、実施している
訓練内容は1）初期消火・避難訓練・搬送方法、2）災害対策本部の役割と機能、3）災害発
生直後を想定した内容、災害時の情報伝達の順であった。看護師や看護補助者への災害看
護研修を企画・実施する際の課題は多い順に、1）院内に研修講師がいない、2）研修企画が
難しい、3）研修内容の選定を迷うであった。【考察】災害看護研修が実施できない理由を考
慮すると、組織の役割や規模を考慮した災害看護研修を企画する看護管理者を養成するこ
とや、研修方法の検討が期待されていることが示唆された。
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O2-74-2
大阪南医療センターのがんゲノム医療：現状と未来への課題
佐々木∙祐太（ささき∙ゆうた）1、渡邊∙暁（わたなべ∙さとし）2、中島∙早希（なかじま∙さき）2、星田∙義彦（ほしだ∙よしひこ）3、
植田∙裕美（うえだ∙ひろみ）1、庄野∙裕志（しょうの∙ひろし）1、櫛田∙宏幸（くしだ∙ひろゆき）1、佐光∙留美（さこう∙るみ）1、
村口∙さつき（むらぐち∙さつき）4、末武∙貢（すえたけ∙みつぐ）5、島田∙裕子（しまだ∙ひろこ）6、酒井∙早（さかい∙さき）6、
竹田∙美香（たけだ∙みか）6、松野∙善治（まつの∙よしはる）7、田中∙悠也（たなか∙ゆうや）7、工藤∙慶太（くどう∙けいた）2,8

1NHO 大阪南医療センター薬剤部、2NHO 大阪南医療センター腫瘍内科、 
3NHO 大阪南医療センター病理診断科、4NHO 大阪南医療センター看護部、 
5NHO 大阪南医療センター臨床検査科、6NHO 大阪南医療センター診療情報管理室、 
7NHO 大阪南医療センター事務部、8NHO 大阪南医療センターがんゲノム医療推進室

【はじめに】がん遺伝子パネル検査の体制は連携病院ごとに独自性がある。2020年に「がん
ゲノム医療連携拠点病院」に指定された当院では、多職種が兼務しながら効率的に連携し、
適切ながん遺伝子パネル（CGP）検査体制を維持することを目指しがんゲノム医療推進室を
立ち上げた。今回、当院での取り組みを振り返り、未来への課題を検討した。

【取り組み】当院では各主治医がCGP検査を行うのではなく、がんゲノム医療担当医師、病
理医、薬剤師、看護師、臨床検査技師、診療情報管理士、医事が作業を分担し検査を行う
中央集権型の体制を構築した。各職種の業務内容を明確化し、検査状況が一覧でわかるテ
ンプレートを作成することで、状況把握及び精度管理を簡単に共有できるように構築した。
また、検査の周知のため院内及び近隣医療圏において周知及び連携を図った。

【検査の状況】がん遺伝子パネル検査件数は、2020年度：9件、2021年度：38件、2022
年度：33件、2023年度：47件で、合計133件（院内症例：106件、他院からの紹介：27件）
と増加傾向であった。2023年度の実績では、治療につながる遺伝子変異が6例（保険適応：
4例、治験紹介：2例）に認められた。

【今後の課題】中央集権型の検査体制は、精度管理を一元的に行えるメリットがあるが、検
査に関わる負担が一部のスタッフに集中する可能性がある。がん遺伝子パネル検査の必要
性はさらに増しており、紹介症例も多くなってきたことから、今後の検査件数の増加に対
応する体制を構築する必要がある。そのため各職種の負担軽減を図りつつ院内の各科およ
び近隣施設との連携強化をどう進めるかが課題と考えられた。

O2-74-1
当院での消化器癌領域の遺伝子パネル検査の現状
住井∙遼平（すみい∙りょうへい）1、藤田∙勲生（ふじた∙いさお）1、表∙梨華（おもて∙りか）2、宇田∙陽紀（うだ∙はるき）1、
平岡∙凌河（ひらおか∙りょうが）1、岡本∙晃一（おかもと∙こういち）1、佐藤∙大直（さとう∙ひろなお）1、長江∙桃夏（ながえ∙ももか）1、
何本∙佑太（なにもと∙ゆうた）1、石川∙順一（いしかわ∙じゅんいち）1、住井∙裕梨（すみい∙ゆうり）1、原∙友太（はら∙ゆうた）1、
稲生∙祥子（いのう∙しょうこ）1、上田∙祐也（うえだ∙ゆうや）1、坂田∙雅浩（さかた∙まさひろ）1、野間∙康宏（のま∙やすひろ）1、
豊川∙達也（とよかわ∙たつや）1、金吉∙俊彦（かねよし∙としひこ）1

1NHO 福山医療センター消化器内科、2NHO 福山医療センター病理診断科

【背景】2019年6月よりがん遺伝子パネル検査が保険収載され，多数のがん種で用いられ
るようになっている．【目的と方法】今回我々は当院での消化器癌における遺伝子パネルの
現状を検討することを目的とし，2021年8月から2024年4月までに当院でがんゲノム
プロファイリング検査（CGP）を実施した消化器癌25例を対象に後方視的に検討した.【結
果】症例は男性15例, 女性10例で平均年齢は66歳（47-84歳）であった．原発は胃癌2
例, 大腸癌6例, 膵癌4例，肝内胆管癌12例，十二指腸癌1例であった．行った検査は
FoundationOneCDx（F1）が24例，F1 Liquidが1例であった．第1相試験まで含めた何
らかの治験が提案できた症例は22例（88%）で，実際の治療につながった症例は5例（20%）
であった．治療につながった症例は5例で，肝内胆管癌でのFGFR2融合遺伝子を認め，ペ
ミガチニブを投与した症例が2例，大腸癌でNeoRAS野生型と判明した症例，大腸癌で
TMB-highが判明した症例，胃癌で術前の生検ではHER2陰性となっていたが，F1を提出
したところ，ERBB2 amplificationを認め，手術検体でのHER2を確認したところ3+の
診断になった症例がそれぞれ1例あった．【結語】当院での消化器癌におけるCGP症例では
20%が治療につながっており既報と比較しても遜色ない結果であった．当院ではC-CATレ
ポートの振り返りを臨床医と病理医が一緒に行っている．Small duct typeの肝内胆管癌症
例など治療につながる可能性の高い症例には積極的にCGPを推奨していけるように振り返
りを継続していき，治療到達率を増やしていく必要があると考える．

O2-73-5
術前診断が困難であった脾過誤腫の1切除例
丸山∙圭三郎（まるやま∙けいざぶろう）、鄭∙暁剛（てい∙しょうこう）、内田∙史武（うちだ∙ふみたけ）、黨∙和夫（とう∙かずお）

NHO 嬉野医療センター消化器外科

【はじめに】脾過誤腫は、脾臓の正常組織が発生過程で量的・構造的異常を伴って増殖する
組織学的奇形と定義される。今回、他疾患の精査中に偶発的に発見された脾過誤腫の1切除
例を経験したため若干の文献的考察を加えて報告する。【症例】患者は69歳男性、慢性腎臓
病の精査目的に近医より当院腎臓内科へ紹介となる。初診時の精査目的の単純CTにて脾臓
に8×5.5cmの腫瘤性病変を指摘された。造影CTでは、腫瘤は正常脾実質と同等の造影効
果を示し、一部造影不良域を認めた。変性や壊死、梗塞を伴った良性腫瘍や悪性リンパ腫、
転移性腫瘍、肉腫、白血病などが鑑別として考えられ診断治療目的に外科的切除を行うこ
ととした。腹腔鏡補助下脾臓摘出術を行った。手術時間は221分、出血量は50mlであった。
術後は大きな合併症なく経過し術後17日目に自宅退院となった。病理所見は、異形細胞
の腫瘍性増殖は認めず、過誤腫が最も疑われる所見であった。【考察】脾過誤腫は比較的稀
な疾患で剖検例での発生頻度は0.024-0.13％と報告されている。本邦では、生後4か月～
82歳での報告があり、50歳代が最も多い。特異的な症状はなく、ほとんどが本症例のよう
に無症状で、偶発的に発見されることが多い。一部で腹痛や腹部膨満、脾機能行進などの
症状を訴える患者が存在する。典型的な画像所見は乏しく、鑑別疾患として血管腫や脂肪
腫などの良性腫瘍や、悪性リンパ腫・転移性腫瘍などの悪性腫瘍が挙げられるが画像所見
のみから確定診断は困難であるため診断治療目的に外科的切除を選択することが多い。【結
語】脾過誤腫の1切除例を経験した。脾腫瘍の場合、本疾患も念頭に置き診療にあたるべき
と考えられた。

O2-73-4
若年女性に発症した、カテコラミン産生性巨大パラガングリオーマの一切
除例
日浦∙雄太（ひうら∙ゆうた）1、安部∙智之（あべ∙ともゆき）2、山口∙恵美（やまぐち∙めぐみ）2、吉川∙雄大（きっかわ∙ゆうだい）2、
手嶋∙真里乃（てしま∙まりの）2、壽美∙裕介（すみ∙ゆうすけ）2、河内∙雅年（こうち∙まさとし）2、堀田∙龍一（ほった∙りゅういち）2、
豊田∙和広（とよた∙かずひろ）2

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター消化器外科

【はじめに】パラガングリオーマは副腎外の傍神経節から生じたクロム親和性細胞由来の腫
瘍であり, 褐色細胞腫の10 ～ 18％を占める。褐色細胞腫では, 急激な血圧変動や心血管
イベントが問題となるが, α1受容体拮抗薬の術前投与により, 周術期死亡率が改善するこ
とが知られている。今回，機能性パラガングリオーマに対して, α1受容体拮抗薬の術前投
与を行うことなく, 安全に切除しえた1例を経験したので報告する。【症例】35歳女性。身
長 153cm，体重 53kg。既往歴：紫斑病。1年前から続く上腹部痛により前医を受診した。
腹部造影CTで, 膵尾部近傍に長径12cmの境界明瞭な腫瘤を認めた。腫瘤内部は造影早期
相から平衡相まで濃染が持続する多血性であった。随時尿検査にてノルメタネフリンの上
昇を認めた。MIBGシンチグラフィにて腫瘤に集積を認め, 術前にパラガングリオーマと診
断した。術前に血圧異常を認めず, α1受容体拮抗薬の投与は行わなかった。開腹にて腫瘍
摘出術を施行した。手術時間3時間2分, 出血量450ml。術中に収縮期血圧が150mmHg
を超えるような血圧変動は無く, 腫瘍摘出後も急激な血圧低下をきたすことはなかった。病
理組織学的検査ではZellballen構造を認め, 神経節細胞分化が散見された。Ki-67標識率は
5.2%で, パラガングリオーマと診断された。術後経過は良好で術後6日目に退院した。【考
察】術前に高血圧を有する機能性パラガングリオーマはα1受容体拮抗薬の術前投与が推奨
される。また, 機能性・非機能性に関わらず異常高血圧症, 不整脈などの術後心血管関連合
併症が起こりやすいとされている。本症例は, 内分泌科, 麻酔科と連携して周術期管理を行
うことで, 安全に腫瘍摘出をし得た。
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O2-75-2
肺小細胞癌患者に対する免疫チェックポイント阻害薬併用化学療法の効果
と安全性
中野渡∙優人（なかのわたり∙ゆうと）1、山本∙勝丸（やまもと∙かつまる）2、下山∙亜矢子（しもやま∙あやこ）2、
田中∙佳人（たなか∙よしひと）2、野呂∙千鶴（のろ∙ちづる）3、小林∙朱美（こばやし∙あけみ）3、中川∙英之（なかがわ∙ひでゆき）2

1NHO 弘前総合医療センター臨床研修医、2NHO 弘前総合医療センター呼吸器内科、 
3NHO 弘前総合医療センター診療情報管理室

【目的】進展型肺小細胞癌に対する免疫チェックポイント阻害薬併用化学療法では、アテゾ
リズマブ、デュルバルマブのいずれかを使用するが、両者を直接比較した臨床試験はなく、
実臨床では、主治医の裁量で選択するケースも多い。当院で行われた双方の化学療法によ
る効果、安全性を検討した。

【方法】2023年4月から2024年2月に当院を受診され、進展型肺小細胞癌と診断された7
例について、奏効期間、有害事象を後方視的に検討した。

【結果】2023年4月から2024年2月に当院で肺癌と診断した120例のうち、肺小細胞癌
は10例であった。うち2例は限局型肺小細胞癌と診断し、化学放射線治療を行った。残り
8例のうち3例（D群）はデュルバルマブを、4例（A群）はアテゾリズマブを併用した化学療
法を行った。1例は間質性肺炎を合併していたため、免疫チェックポイント阻害薬を併用し
なかった。D群の1例は病勢の進行により1コース投与後に積極的治療を断念した。症例が
少ないため統計学的な評価はできないが、D群の奏効期間はおよそ140日、A群の奏効期
間は124-258日であった。有害事象では、いずれの群でも好中球減少、血小板減少が多く
みられたが、G-CSF製剤を併用することで治療を継続できた。A群の1例で虚血性腸炎を
合併したが、化学療法との因果関係は不明である。

【結論】進展型肺小細胞癌に対する免疫チェックポイント阻害薬併用化学療法は、アテゾリ
ズマブ、デュルバルマブのいずれを併用しても有害事象の発現に大きな差はなかった。当
院では昨年度から新規に肺癌と診断した症例のデータベース化を開始している。症例を集
積して実臨床下での検討を行いたい。

O2-75-1
好酸球は非小細胞肺癌患者に対する免疫チェックポイント阻害薬の効果予
測バイオマーカー
竹内∙栄治（たけうち∙えいじ）1、近藤∙健介（こんどう∙けんすけ）2、岡野∙義夫（おかの∙よしお）3、新居∙香織（にい∙かおり）3、
松村∙有悟（まつむら∙ゆうご）3、市原∙聖也（いちはら∙せいや）3、國重∙道大（くにしげ∙みちひろ）4、門田∙直樹（かどた∙なおき）3、
町田∙久典（まちだ∙ひさのり）3、畠山∙暢生（はたけやま∙のぶお）3、成瀬∙桂史（なるせ∙けいし）5、荻野∙広和（おぎの∙ひろかず）2、
軒原∙浩（のきはら∙ひろし）6、篠原∙勉（しのはら∙つとむ）4、西岡∙安彦（にしおか∙やすひこ）2

1NHO 高知病院臨床研究部、2徳島大学呼吸器・膠原病内科、3NHO 高知病院呼吸器内科、 
4徳島大学地域呼吸器・総合内科学分野、5NHO 高知病院病理診断科、 
6国立国際医療研究センター病院呼吸器内科

【目的】投与前の末梢血好酸球は、免疫チェクポイント阻害薬（ICI）治療における有用なバイ
オマーカーとなる可能性がある。今回我々は、治療前の末梢血好酸球がICI治療を受けた非
小細胞肺がん（NSCLC）患者の予後に与える影響を明らかすることを目的とした。【方法】当
院及び徳島大学で2016年3月から2021年8月の間にNSCLCと診断されICI単剤治療を受
けた全ての患者を後方視的に検討した。【結果】全166人の平均年齢は69歳。87%の患者
はPS 0-1だった。組織型は腺癌98人（59％）、扁平上皮癌45人（27%）、その他23人（14%）。
PD-L1発現は132人（80％）で1％以上だった。全166人の生存期間中央値（MST）は476
日。末梢血好酸球が100未満、100以上500未満、500以上患者のMSTはそれぞれ339日、
667日、143日であり、3群間で有意な差が認められた（P＜0.001）。多変量解析では、好
酸球100以上500未満が独立した因子であった（P=0.04）。【結論】末梢血好酸球100以上
500未満のNSCLC患者がICI治療を受けた場合の予後は良好な可能性が示唆された。（本発
表の要旨は第64回日本呼吸器学会学術講演会にて発表した）

O2-74-4
遺伝子検査成功への取り組み ―当院におけるプレアナリシス工程の見直し
と品質管理を目的とした取り組みについて―
山下∙大貴（やました∙ひろき）1、鈴木∙佑也（すずき∙ゆうや）1、井野川∙英利（いのかわ∙ひでとし）2、三村∙雄輔（みむら∙ゆうすけ）3、
内田∙享（うちだ∙すすむ）1

1NHO 山口宇部医療センター臨床検査科、2NHO 山口宇部医療センター呼吸器外科、 
3NHO 山口宇部医療センター臨床研究部

【はじめに】固定前のプレアナリシス工程では、手術検体は 4℃下で保管し、1 時間以内、
遅くとも3 時間以内に固定を行うことが望ましく、固定時間は、48時間以内が推奨され、
核酸品質の影響は、72時間から顕著となる。遺伝子検査の成功には、正しく固定を行うこ
とが極めて重要である。今回、当院における手術検体の採取～固定終了までの状況を調査し、
プレアナリシス工程の見直しと品質管理を目的とした取り組みを行った。【取り組み】依頼
書に摘出時間、固定開始時間、固定終了時間を記載する欄を設け、摘出時間は、手術室看
護師が記載し、固定時間と固定終了時間は、病理担当技師が記入した。記録を取り始めた
2023年7月～ 2024年3月までの手術検体の冷虚血時間、固定時間を調査し、その後、品
質管理を目的に業務改善を行った。【結果・考察】手術検体における冷虚血時間は、2023年
7月～ 10月で55件中≦3時間が47件（85.5%）、＞3時間が8件（14.5%）であった。固
定時間は、55件中≦48時間が31件（56.6%）、＞48時間かつ≦72時間が7件（12.7%）、
＞72時間が17件（30.9%）であった。固定時間が＞72時間となった要因に、手術日が金
曜日で、週初めの午後に切り出しを行ったことが挙げられた。そこで、11月から切り出し
時間を週初めの午前に変更した。切り出し時間変更前（7月～ 10月）では、固定時間＞72
時間が55件中17件（30.9%）であったが、変更後（11月～ 2024年3月）では、58件中3
件（5.2%）であった。固定時間＞72時間の減少率は、82%であった。【結語】当院における
手術検体のプレアナリシス工程の見直しと品質管理を目的とした取り組みを行い、固定時
間＞72時間の件数を大きく減らすことができた。

O2-74-3
心血管疾患における希少疾患診断のためのNGSを使用した遺伝子検査体
制の構築
久郷∙佳央梨（くごう∙かおり）、高田∙耕自（たかた∙こうじ）、住田∙善之（すみた∙よしゆき）

国立循環器病研究センター臨床検査部

難病領域の診断において,その技術的進歩と検査コストの低下から遺伝子関連検査の需要が
増加している.臨床検査ではゲノム医療実現推進協議会や改正医療法等において国際水準の
遺伝子関連検査の品質・精度管理が求められており, 一定水準の品質の担保が必要である．
国立循環器病研究センター（以下NCVC）はACCEのポリシーに従って以下の遺伝子検査体
制を構築している．1）分析的妥当性についてはJAB RM300基準に基づく検証実験を行い,
読み取り深度が浅い領域はSanger法で補う手法を採用した．2）臨床的妥当性については
各専門家と協議し,対象遺伝子を決定.バリアント検討会を通して病原性判断基準に則った
キュレーションと専門医による評価により感度と特異度を上げている．3）臨床的有用性に
ついては,バリアント情報から診断,治療方針,予後に影響する情報を臨床に提示し,家族解
析を含めた方針の決定に遺伝カウンセリングを利用できる体制を整えている．4）ELSIにつ
いては個人の識別に直接関わる個人情報を取り除いた検査IDを発行し,遺伝子検査専用のシ
ステムを用いてセキュアな体制を構築し,個人情報の取り扱いに配慮している．以上の取り
組みを通じ, NCVCは2024年に遺伝子関連検査（NGS）に関するISO15189認証を取得し
た. 現在,外部からの受託検査も含め,肥大型心筋症に対する遺伝子パネル検査の他,循環器
疾患に関連する複数疾患の遺伝学的検査を,品質を担保した上で実施している. また,表現型
を十分に説明できる結果が得られない場合,研究同意を取得の上,全ゲノム解析等を用いた
研究へ移行する体制も整えている.
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P2-109-1
夏季・冬季の外気温変化による加温加湿器の性能評価
岡野∙安太朗（おかの∙やすたろう）、濱坂∙秀一（はまさか∙しゅういち）、越智∙裕之（おち∙ひろゆき）、二木∙理恵（ふたぎ∙りえ）

NHO 医王病院臨床工学室

【目的】
加温加湿器VHB200（Inspired Medical社）の性能を夏季と冬季に分け評価したので報告す
る．

【方法】
人工呼吸器はPB840J（Medtronic社），呼吸器回路はEHWシングルヒーターワイヤー小
児用回路（IMI社），加湿チャンバーはMG290DXP（Intersurgical社）を用いた．測定箇所
は温湿度データーロガー MJ-ADL-21（SATOTECH社）を用いて，加温チャンバー出口直後
と口元温度センサー直後に装着した．加温加湿器設定は1）口元温度39℃，チャンバー出
口温度36℃，2）口元温度40℃，チャンバー出口温度40℃とし，測定月は9月と3月とし
た．測定は加温開始から温度が一定になるまでの時間と，測定3時間の温度と相対湿度（以
下RH）とした．

【結果】
夏季の温度が一定になるまでの時間は1）14分，温度（平均±標準偏差）とRHが口元36.3
±0.49℃と91.6±0.07%，チャンバー出口36.9±0.28℃と94.5±0.14%であった．2）
15分，口元38.2±0.45℃と92.9±0.24%、チャンバー出口39.2±1.15℃と96.1±
0.77%であった．冬季の1）7分，口元37.2±0.35℃と92.2±0.09%、チャンバー出口
38.2±0.94℃と95.7±1.01%であった．2）30分，口元38.8±0.10℃と91.6±0.19%、
チャンバー出口42.6±0.84℃と96.3±0.54%であった．

【考察・結語】
加温加湿器は季節変化による影響を受けると示唆されため，取扱者が機器を十分把握し使
用する必要がある

O2-75-5
進展型小細胞肺癌に対するアテゾリズマブ＋化学療法併用療法　茨城県多
施設共同研究
菊池∙教大（きくち∙のりひろ）1、阿野∙哲士（あの∙さとし）1,2、山崎∙勇輝（やまざき∙ゆうき）1、重政∙理恵（しげまさ∙りえ）1、
三枝∙美智子（さえぐさ∙みちこ）1

1NHO 霞ヶ浦医療センター呼吸器内科、2筑波大学医学医療系

背景・目的　進展型小細胞肺癌の第III相臨床試験において、アテゾリズマブ＋化学療法併
用療法の有効性が示されている。本研究では、実臨床においての有効性、免疫関連有害事
象および長期生存に与える因子について検討することを目的とした。対象・方法　2019年
から2023年に。当院および筑波大学関連病院において、アテゾリズマブ＋化学療法併用療
法が施行された95例について後方視的に検討した。結果　無増悪生存期間の中央値は6.0
か月、全生存期間の中央値は15.0か月であった。免疫関連の有害事象は13.7%で観察され、
グレード3以上は5.3%であった。無増悪生存期間が2年以上の長期生存例は、5.3％であっ
た。結論　アテゾリズマブ併用療法の有用性、副作用は実臨床でも同等であった。

O2-75-4
ALK融合遺伝子変異陽性の進行再発非小細胞肺癌に対する治療の有効性と
治療シークエンスの検討
赤澤∙結貴（あかざわ∙ゆき）、三橋∙靖大（みはし∙やすひろ）、西島∙良介（にしじま∙りょうすけ）、矢野∙幸洋（やの∙ゆきひろ）、
森∙雅秀（もり∙まさひで）、内田∙純二（うちだ∙じゅんじ）

NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器腫瘍内科

はじめに：ALK阻害薬はALK融合遺伝子変異陽性の進行再発非小細胞肺癌への標準治療
である。現在日本では5種類のALK阻害薬が保険収載され、肺癌診療ガイドラインでは
PS0 ー 1の進行再発例へ初回治療はアレクチニブの推奨度が高い。またALK陽性肺癌は高
頻度に脳転移が出現することから、クリゾチニブと比較して脳転移の制御率が高いブリグ
チニブやロルラチニブも有用である。目的：2012年以降に内科治療を開始したALK陽性の
進行再発非小細胞肺癌の全34症例を、後方視的に効果・毒性、治療シークエンスを検討す
る。患者背景：男性16例・女性18例、年齢中央値61歳（34 ー 85歳）、30例が腺癌、喫
煙歴なしまたは軽喫煙者は27例、治療開始時に6例に脳転移あり。PS不良は1例。結果：
初回治療の内訳は局所進行の3例は根治化学放射線療法、化学療法は5例、ALK阻害薬は
28例。脳転移例6例ともアレクチニブで脳転移病変の制御は良好だった。治療経過中に5
例に新規脳転移病変が出現し、多発脳転移や髄膜播種例はALK阻害薬を変更し、単発脳転
移例では局所放射線治療を行なった。生存期間中央値は未到達（95%信頼区間1868日ー
NA）、初回治療ALK阻害薬例において開始時の脳転移有無別でも未到達で有意差はなかっ
た（p=0.52）。全治療経過でのALK阻害薬によるGrade3以上の有害事象は高脂血症3例、
アミラーゼ上昇1例、浮腫2例。多くは減量や休薬で改善して継続できた。考察：ALK阻
害薬は長期奏効例が多い。進行再発症例において、治療効果と毒性のバランスの観点から
初回治療を選択する必要がある。長期にわたる臨床試験を企画するのは困難となっており、
エビデンス確立の方法としてリアルワールドデータの重要性が謳われている。

O2-75-3
当院における高齢者EGFR遺伝子陽性IV期肺癌に対するオシメルチニブの
安全性
矢野∙沙耶香（やの∙さやか）1、山本∙勝丸（やまもと∙かつまる）2、下山∙亜矢子（しもやま∙あやこ）2、田中∙佳人（たなか∙よしひと）2、
野呂∙千鶴（のろ∙ちづる）3、小林∙朱美（こばやし∙あけみ）3、中川∙英之（なかがわ∙ひでゆき）2

1NHO 弘前総合医療センター臨床研修医、2NHO 弘前総合医療センター呼吸器内科、 
3NHO 弘前総合医療センター診療情報管理室

【背景】EGFR遺伝子変異陽性、PS（Performance status）良好のIV期非小細胞患者に対し
ては、オシメルチニブ単剤療法を行うように推奨されているが、PS 2以上の患者に対する
有効性の検討は十分ではない。また、高齢者ではPSや全身状態が低下していることが多く、
安全性についての報告は多くない。

【方法】2023年4月から2024年3月までに当院で一次治療としてオシメルチニブを投与さ
れた9例について、80歳未満（A群）と80歳以上（B群）に分けて安全性を検討した。

【結果】2023年4月から2024年3月に当院で肺癌と診断された120例のうち、EGFR遺伝
子陽性であったのは31例だった。そのうち手術を受けたのは7例、根治的放射線治療を受
けたのは7例、化学放射線治療をうけたのは2例だった。15例は化学療法を受けており、
オシメルチニブによる一次治療を受けた9例を80歳以上（A群：4例）、80歳未満（B群：5
例）に分けた。
9名すべてがオシメルチニブ80mgで治療を開始した。A群の1例は原疾患の進行に伴う
PS低下のため、28日で治療を断念した。1例でグレード4の下痢、グレード3の横紋筋融
解症がみられ、下痢が遷延したため治療を継続することができなかった。B群の5例はいず
れも投与を継続できているが、1例でグレード3の皮疹がみられ、40mgに減量している。
心毒性はいずれの群でもみられなかった。

【結論】80歳以上の高齢者において、オシメルチニブ単剤療法は奏効が期待できる一方で、
重篤な合併症も稀にみられる。消化器毒性で治療を中止せざるを得なかった症例もあり、
早期からのマネージメントが必要と考えられた。
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P2-109-5
ペースメーカー読み込みエラーの原因特定に時間を要した一症例
吉岡∙音奈（よしおか∙ねな）、多賀谷∙正志（たがや∙まさし）、渡邊∙眞人（わたなべ∙まこと）、前東∙貴大（まえとう∙たかひろ）、
岩崎∙光流（いわさき∙ひかる）、井元∙真紀（いもと∙まき）、村高∙拓央（むらたか∙たくお）、久恒∙一馬（ひさつね∙かずま）、
岡野∙慎也（おかの∙しんや）、入船∙竜史（いりふね∙りゅうじ）、小田∙洋介（おだ∙ようすけ）、市川∙峻介（いちかわ∙しゅんすけ）、
半田∙宏樹（はんだ∙ひろき）

NHO 呉医療センター ME管理室

【緒言】
ペースメーカーの設定変更や情報閲覧のためにプログラマによる読み込みは必須である。
今回、他国でのペースメーカー植込み歴がある患者に読み込みエラーが生じ、その原因特
定に時間を要した症例を経験したので報告する。

【症例】
X年、甲状腺手術目的で入院した54歳外国籍の女性に対し、術前のペースメーカー検査を
施行した。当該患者は自国でペースメーカーを植え込んでおり、なおかつペースメーカー
手帳も紛失していた。胸部レントゲンからSJM社のペースメーカーであることが判明した
が、当院のプログラマではペースメーカーの読み込みが出来なかった。僅かでも情報収集
するためマグネットを当てたところ、DDD60ppm作動様からDDD80ppm作動様に切り
替わった事が確認できた。
マグネット応答が確認できた事に加え、他国植込みである事の先入観から他国製の非純正
品である可能性を考え、一旦手術中止を進言した。後日、メーカーを通じて他国の植込み
施設に問い合わせたところ当該ペースメーカーは日本でも販売されているAssurityという
機種であり、植込みから16年経過していることが判明した。以上より、状況判断であるも
のの、読み込みエラーの原因は単なる電池寿命であったと考えられた。

【考察】
ペースメーカー読み込みエラー症例はごく稀であるが、通常考えられるのは電池寿命であ
る。しかし、今回の症例ではSJM社ペースメーカーに不慣れでEOLモードやマグネットモー
ドの知識が浅かった事に加えて他国植込みと手帳紛失という事実が重なったため、誤った
解析に繋がったと考えられる。

【結語】
他国植込みのペースメーカーの読み込みエラーの対応に時間を要した症例を経験した。

P2-109-4
透析用監視装置の節電対策
高橋∙快（たかはし∙かい）1、川口∙琢也（かわぐち∙たくや）1、花澤∙直樹（はなざわ∙なおき）1、宮内∙拓也（みやうち∙たくや）1、
飯田∙さつき（いいだ∙さつき）1、首村∙守俊（かどむら∙もりとし）2

1NHO 千葉東病院血液浄化センター、2NHO 千葉東病院腎臓内科

【目的】政府の節電要請・電気代の高騰・災害対策など,透析室においても節電が求められて
いる.電力使用量の削減を目的に透析用監視装置の節電対策を検討した【対象】日機装社多
人数透析用監視装置DCS200SI（17台）DCS73（10台）ダイセンメンブレン社透析用水処
理装置SHR-82HS【方法】洗浄消毒・液置換・治療・待機状態の工程で消費電力を調査し,節
電対策の前後で比較し検討を行った【結果】1時間当たりの平均使用電力量は,洗浄消毒工程
0.139kWh,液置換0.355 kWh,治療0.364kWh,待機状態0.078kWhであった.DCS73
に比べDCS200SIの方が消費電力は少なく,また装置で最も電力を消費するのはヒーター部
であった.節電対策として,（1）ヒーター加温補助に透析液の給排液間に簡易的な熱交換器を
設置した（2）消毒終了後のプリセット状態は電源をOFFにする設定（3）液晶画面の輝度調
整（4）RO水の給液温度の調整を試みた.対策前後の使用電力量は年間（1）252.6kWh（2）
9243.8kWh（3）612.5kWh（4）3261.3kWhの削減効果があった.【考察】装置には節電機
能が備わっており、有効利用することで省電力な運用が可能になったが、注意点として原
水の昇温温度は透析用水の水質やRO透過水量に影響を与え、また装置の電源ON・OFFの
繰り返しは内部基盤やパワーユニットへの負荷が懸念されるため装置の求める性能が満た
されていることを確認した上で、必要最低限の電気使用量を策定することが重要と考えら
れる。【まとめ】透析用監視装置の節電は,給液温度の管理と待機電力の削減が効果的である。

P2-109-3
NKV-330における加温加湿の快適設定評価
宮川∙奏（みやかわ∙かなで）、石本∙望実（いしもと∙のぞみ）、中村∙亮裕（なかむら∙あきひろ）、辛島∙隆司（からしま∙たかし）

NHO 山口宇部医療センター集中治療科医療機器室

【背景】NKV-330は、設定したFiO2に合わせ室内の大気を取り込むため、FiO2および室内
気の温湿度により、加温加湿は変動すると考えられる。加温加湿器（HH）設定およびリーク
量、FiO2を変化させ、快適なNPPV療法を提供できる加温加湿器設定を検討した。

【方法】人工呼吸器はNKV-330（日本光電社製）、HHはMR810（F＆P社製）、呼吸回路
5819175（インターサージカル社製）を使用した。呼吸器設定はモードS/T、分時換気量
5-8L/min、IPAP20cmH2O、EPAP5cmH2O、 呼 吸 回 数20/minと し た。 リ ー ク 量20、
40L/min、FiO20.21、0.6、1.0、HH設定レベル1、2、3とし、温湿度・圧力モニタMAPHY+（ス
カイネット社製）にて測定した。回路先端（口元）の温湿度を安定した約1時間後、それぞれ
3回計測した。快適なNPPV療法を口元温度25 ～ 30℃、口元AH25mgH2O/L以上と定義
した。

【結果】室内気は温度24.8±0.26℃、AH10.6±0.3mgH2O/Lであった。口元温度は24.6
～ 30.0℃でHH設定1、リーク40L/min、FiO20.6の時が最も低く、HH設定3、リーク
20L/min、FiO20.21の時が最も高かった。口元AHは14.0 ～ 30.4 mgH2O/LでHH設定1、
リーク40L/min、FiO21.0の時が最も低く、HH設定3、リーク20L/min、FiO20.21の時
が最も高かった。

【考察】HH設定およびリーク量、FiO2によっては、快適性の低下が起き得る。口元温度は
FiO2変更による大きな変化はなかった。口元AHは強い負の相関があり設定1ではリーク量
に関わらず口腔内乾燥が起きる可能性が高いが、設定が高すぎると結露が著明となるかも
しれない。

【結語】NKV-330においてMR-810を使用する際、加温加湿の快適設定はHH設定2または
3が望ましい。

P2-109-2
非侵襲的陽圧換気における加温加湿器設定の最適化に関する検討
足立∙有彩（あだち∙ありさ）、北岡∙賢太（きたおか∙けんた）、村上∙博敏（むらむらかみ∙ひろとし）、橋本∙朋久（はしもと∙ともひさ）

NHO 神戸医療センター臨床工学部

【背景】
当院では､ 非侵襲的陽圧換気時にPMH1000PLUS（IMI社製､ 以下A）を加湿器として使用
していたが､ VHB100（ｶﾌﾍﾞﾝﾃｯｸ社製､ 以下B）に変更した｡ ｶﾀﾛｸﾞ記載上の加温加湿性能は
ほぼ同等とされているが､ 同一設定で使用した際に回路内で加湿不足が観察された｡ そこ
で､ Bの使用における最適な設定条件を明らかにすることを目的とした｡

【方法】
PHILIPS社製V60に温湿度計を設置した回路を用いた｡ 温度ﾚﾍﾞﾙを4に統一し､ 室温を
22℃と26℃にて比較した｡ また､ FiO2を21%､ 60%､ 100%に設定し､ 換気開始時から
30分経過後までのﾁｬﾝﾊﾞ出口温度､ 口元温度､ 口元湿度を調査した｡

【結果】
室温が22℃と26℃の条件下では､回路内の温度差に有意差は見られなかった｡ FiO2（21%、
60%）では､ 換気開始20分後のﾁｬﾝﾊﾞ出口温度にて最大で2℃､ 口元温度にて最大で1℃の
差を認めたがFiO2（100%）では温度差は観察されなかった｡ いずれもFiO2の上昇に伴い､
口元湿度は低下した｡

【考察】
ﾁｬﾝﾊﾞ出口温度の違いはFiO2濃度や室温とは無関係であり､ AとBの加温性能の違いによる
ものであると推測される｡ また､ FiO2濃度による湿度変化はｱｳﾄﾚｯﾄｶﾞｽと大気中の湿度の違
いによる影響と考えられる｡ BをAと同等の加湿ﾚﾍﾞﾙにするには､ Bの温度ﾚﾍﾞﾙをAより高
い設定にする必要があると考えられる｡

【結論】
ｶﾀﾛｸﾞ上では同等の性能を持つとされる加温加湿器であるAとBであるが､ 実際の加温加湿
能には差が見られた｡ Bを使用する際には､ 温度ﾚﾍﾞﾙを5以上に設定することで導入初期の
加湿不足を回避できると考えられる｡ また､ 高濃度酸素投与下では､ 温度ﾚﾍﾞﾙをさらに高
く設定する必要がある｡
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P2-110-2
入退院支援センターにおける薬剤師介入実績と今後の課題
新保∙一（しんぼ∙はじめ）1、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）1、野島∙ちひろ（のじま∙ちひろ）1、新海∙朱里（しんかい∙あかり）1、
林∙美野里（はやし∙みのり）1、福田∙良子（ふくだ∙りょうこ）1、神谷∙友香（かみたに∙ゆか）1、前田∙愛理（まえだ∙めり）1、
菊地∙寛隆（きくち∙ひろたか）1、黒瀬∙友季（くろせ∙ゆき）1、吉川∙至（よしかわ∙いたる）1、福島∙龍貴（ふくしま∙たつき）2、
軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）1

1NHO 東京医療センター薬剤部、2NHO 東京医療センター入退院支援センター

【目的】昨今、タスクシフト/シェアの観点から薬剤師による入退院支援センターでの業務拡
充が求められている．そこで、入退院支援センターの薬剤師による介入内容を分析し、今
後の業務改善に繋げるための検討を行った．【方法】2021年1月から2024年3月の期間に
おいて，薬剤師が面談時に介入を行った内訳を，1: 薬剤師による休薬指示（BG・SGLT2-I等），
2: 医師に対する休薬提案（診察前に術前中止薬が判明した場合），3: 医師に対する休薬確認

（診察後に術前中止薬が判明した場合），4: 2，3以外の疑義照会，5: その他として，調査
を行った．【結果】医師に対する休薬確認が最も多く195/514件（37.9％）であり，次いで
薬剤師による休薬指示183/514件（35.6％），医師に対する休薬提案97/514件（18.9％）
の順であった．また，医師に対する休薬確認で最も多かった薬剤はPGE1製剤であり，同様
に休薬指示ではBG，休薬提案ではEPA・DHA製剤であった． 【考察】調査結果から、院内
の規定に基づき薬剤師の判断で休薬の指示がなされており，医師の業務の負担軽減に繋がっ
ているものと考えられた．一方で，医師に対する休薬確認が最も多かったことから，診察
時に術前中止薬が適切に確認されていない可能性が示唆された．特にEPA・DHA製剤や
PGE1製剤について術前休薬の見逃しが見られたため，今後の入退院支援センターにおける
薬剤師業務の改善にむけて検討が必要と考えられる．

P2-110-1
安全・確実な服薬管理に向けての取り組み
山村∙勇策（やまむら∙ゆうさく）1、丸山∙由夏（まるやま∙ゆか）1、松尾∙知恵（まつお∙ちえ）1、廣田∙紘子（ひろた∙ひろこ）2、
甲斐∙和代（かい∙かずよ）1

1NHO 大分医療センター看護部、2NHO 別府医療センター看護部

【はじめに】令和4年度与薬に関するインシデント報告件数は83件（レベル0は105件）で
あった。内服管理については、入院時に内服アセスメントシートを作成し、状態変化時に
再評価としていた。しかし、内服アセスメントシートを活用せずに与薬計画を変更してい
る事例があったため、問題点を明確にし改訂を行った。【方法】1.内服アセスメントシート
の問題点の明確化　2.内服アセスメントシートの改訂　3.改訂前後のインシデント報告件
数の比較（8月～ 11月，12月～ 3月に調査）【結果】1.内服アセスメントシートの問題点は、

「患者個々の服薬管理方法をアセスメントするために必要な情報が不足している」「評価時
期や、評価内容が適切でない」「個々の患者にあった内服管理計画がない」「退院後を踏ま
えた内服管理の継続に生かされていない」であった。2.入院前の基礎情報に処方形態、管理
方法、服用方法を追加した。管理能力については、認知機能、服薬に関する機能・動作の
視点からアセスメントできるよう修正した。入院前の服薬管理が入院で中断されず退院後
も継続するために、自己管理に向けて段階的にアセスメントや評価が一貫して管理できる
よう修正し、名称を内服管理計画書と変更した。また、使用に慣れるまでの間は、曜日を
決めた週1回の評価とした。3.与薬に関連したレベル2以上のインシデント報告件数を開始
前後の4 ヶ月で比較すると開始前は53件、開始後は39件であった。【考察】入院前からの
情報を把握しやすくしたことで、入院中から退院後の生活をふまえた管理方法をアセスメ
ント、評価できるようになった。患者に合わせた服薬管理とすることで、インシデント件
数の減少にもつながった。

P2-109-7
経腸栄養ポンプ切り替えキットの導入と評価
早田∙博行（そうだ∙ひろゆき）1、楠∙啓輔（くすのき∙けいすけ）1、渡邉∙彰（わたなべ∙あきら）2

1NHO 愛媛医療センター統括診療部、2NHO 愛媛医療センター呼吸器内科

【背景】当院ではTERUMO社製テルフィード栄養ポンプ（以下、旧栄養ポンプ）を使用し
ていたが、経年劣化と販売終了に伴い、令和5年10月より経腸栄養ポンプを更新した。
栄養ポンプ専用機ではなく既存の輸液ポンプに装着し経腸栄養ポンプとして使用できる
TERUMO社製テルフュージョン28型栄養ポンプ切り替えキット（以下、新栄養ポンプ）を
採用した。

【目的】栄養ポンプ切り替えキットによる更新を評価する。
【方法】対象機器は新栄養ポンプで試用・説明・勉強会を実施し更新に至った。更新後、病
棟への聞き取りと、ヒヤリ/ハット報告の有無を確認し評価した。

【結果】輸液ポンプの操作方法は周知できているため、勉強会は短時間で実施できた。更新
後、操作方法の問い合わせや操作間違いは起こらなかった。聞き取りの結果、気泡アラー
ムが増加していることがわかったので、以前使用していた旧栄養ポンプと比較検討を行っ
た。旧栄養ポンプが高い感度設定では0.4ml程度、低い感度設定では0.8ml程度でアラー
ムが発生したのに対し、新栄養ポンプでは高い感度設定では0.03ml程度、低い感度設定で
は0.05ml程度でアラームが発生するという結果であった。

【考察】使い慣れた輸液ポンプを切り替えて使用するため、勉強会を短時間で実施でき更新
準備の負担を軽減することができた。また、更新時に起こりやすい操作間違いもなく医療
安全面でも有用であった。気泡アラームが鳴りやすい仕様となっているため、ルートや栄
養剤の正しい取り扱いを再度周知し対策した。

【結語】栄養ポンプ切り替えキットによる更新は、事前教育の負担軽減と操作間違い防止の
効果があったが、専用機でないためアラームの感度に相違点があった。

P2-109-6
モニタ送信機のゾーン配置を経験して
岡野∙卓（おかの∙たく）、若松∙真以（わかまつ∙まい）、鈴木∙瑠莉（すずき∙るり）

NHO あきた病院臨床工学技士室

【背景】当院では生体情報モニタの更新・増設に伴い、従来の送信機の台数から大幅に増加
となった。これまでゾーン配置は行っておらず、送信機の増加によりch数がひっ迫し、混
信などの電波干渉トラブルが起きていることが判明した。そこで電波干渉を軽減するため
にゾーン配置を行うこととした。【方法】モニタは2メーカー（フクダ電子社製、日本光電社
製）を採用している。また送信機のchを多数変更することとなるため、事前に医療機器等
安全管理委員会で承認を得た上で実施することとした。現在使用しているベッドサイドモ
ニタを含めた全送信機を調査し、病棟単位でゾーン配置するためのch表をメーカーと共同
で作成した。作業は2社と協力し、送信機のch変更時モニタが途切れるため、臨床工学技
士が患者ベッドサイドでch変更、メーカー担当者がセントラルモニタで受信確認という配
置で行った。【結果】送信機全307台のうち155台のch変更、電子カルテとの連携確認を
行い、作業時間9時間で終了した。ゾーン配置後、現在まで混信などの電波干渉トラブルは
発生していない。【考察】ゾーン配置をしたことで、調査段階でchの被りを発見できた一方
で所在が分からない送信機も存在することがわかった。機器管理ソフトで管理していても、
常に病棟にある送信機は定期的な所在確認の必要性を感じた。今回モニタ更新・増設後に
ゾーン配置へ変更することになったが、1日で行うには作業が膨大になることがわかった。
事前に電波干渉トラブルが起こりえることを予見できていれば導入段階からch変更できた
ため、モニタ導入の際は十分慎重に対応することが求められる。
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P2-110-6
当院における高齢者の窒息対策とその成果について
樋口∙清美（ひぐち∙きよみ）、藤村∙聡美（ふじむら∙さとみ）、原∙直弘（はら∙なおひろ）、葛木∙由希（かつらぎ∙ゆき）、
伊藤∙達矢（いとう∙たつや）、菅原∙学（すがわら∙まなぶ）、川村∙秀樹（かわむら∙ひでき）

NHO 北海道医療センター医療安全管理室

［はじめに］高齢者における不慮の事故死の第一位は窒息（いわゆる喉つまり）である。当院
でも高齢者の窒息事故が散発し時に死亡に至る事例も存在していた。高齢者の入院比率が
さらに高まることが予想されるなか、死亡に直結する窒息を減らすための体制づくりは重
要であると考える。当院での窒息対策マニュアルとその成果について報告する。［方法］消
費者庁報告等の全国調査や文献検索から窒息の危険因子を以下のように分析した。患者因
子：80歳代以上、食事自立、認知機能低下、臼歯部咬合の喪失。食事因子：常食やそれに
近い形態の食種。窒息時期：入院後比較的早期、特に入院翌日までが多い（認知症がある場
合は不定）。そこで当院では「食事が自立している80歳以上、または認知症」の患者を対象
に事前に説明したうえで対策食（一般軟菜食、粗きざみ、とろみ）を入院後2日目まで（認知
症のある方は以後も継続）提供することとした。治療上対策食が不適切な場合や提供に同意
が得られない患者に対してはかわりに食事中の看護師のみまもりを必須とした。［結果］令
和5年5月1日より運用を開始した。対策前の2022.11 ～ 2023.4までの窒息発生は6件

（死亡2件）であったが対策後の2023.5 ～ 2024.2では0件であり、同期間の窒息発生件数
/入院患者数は6/3837 vs 0/7278であり有意に（p= 0.002 ）発生率が低下した。80歳以
上の入院患者でみても同様に窒息発生件数/入院患者数は6/951 vs 0/1698であり有意に

（p= 0.002 ）発生率が低下した。［おわりに］具体的な窒息予防対策を実施している施設は
いまだ少ないと思われるが今後のさらなる高齢化社会に向けて重要と考える。当院の取り
組みは有効な対策の一つと考える。

P2-110-5
嚥下分類2-2相当の食物形態へ調整を行った患者の現状調査
加來∙正之（かく∙まさゆき）1,6、佐々木∙沙彩（ささき∙さや）1、
井上∙聡美（いのうえ∙さとみ）1、本田∙栞（ほんだ∙しおり）2,6、吉竹∙由佳里（よしたけ∙ゆかり）2,6、田邉∙聖明（たなべ∙たかあき）3,6、
谷口∙広祐（たにぐち∙こうすけ）4,6、上村∙尚樹（うえむら∙なおき）5,6

1NHO 熊本医療センター栄養管理室、2NHO 熊本医療センター看護部、 
3NHO 熊本医療センター事務部、4NHO 熊本医療センター歯科口腔外科、 
5NHO 熊本医療センター耳鼻咽喉科、6NHO 熊本医療センター医療安全リスク部会

【目的】入院患者の治療を完遂するために、誤嚥・窒息予防のための早期発見・早期介入は
重要な事項である。一方で、入院直後の不適切な食物形態の選択や、食物形態調整後に栄
養摂取量を改善できない症例を経験することもしばしばみられる。これらの頻度を明らか
にし、課題を抽出することは栄養支援を行う上で重要である。本研究の目的は、対象期間
に嚥下分類2-2相当の食物形態へ調整を行った患者の現状を把握することである。【方法】
2024年2月から2024年3月までにEAT-10を用いたのち、嚥下分類2-2相当へ食物形態
を調整した患者を対象とした。主要評価項目は、入院直前に喫食していた食物形態と入院
初日に提供された食物形態との相違を評価すること。副次評価項目は、食物形態調整後3日
間の栄養摂取量と推定必要栄養量を比較し、必要栄養量未満の頻度を明らかにすることと
した。【結果】対象は19例（年齢中央値84歳、男性58％、何らかの歯の不具合55%）であっ
た。入院直前に喫食していた食物形態より入院初日に提供された食物形態が上位のものは、
3/19例（19%）であった。食物形態を調整した患者において、全例がエネルギー 25kcal/
IBWkg、たんぱく質1.0g/IBWkgを満たさず、エネルギー・たんぱく質ともに必要栄養量
60%未満の頻度は14/19例（73%）であった。なお、形態調整後にアセスメントツールを
用いた評価は5/19例であった。【結論】入院前から食物形態調整後まで継続した評価は重要
であり、今回調査した嚥下分類2-2相当を喫食する患者においては、栄養摂取量が不足する
可能性を念頭に対応が必要である。

P2-110-4
内服与薬の安全な実施に向けての薬歴管理システム導入
大宅∙安代（おおや∙やすよ）、東嶋∙加奈子（ひがしじま∙かなこ）、中島∙恵（なかしま∙めぐみ）、大久保∙嘉則（おおくぼ∙よしのり）、
村田∙雅和（むらた∙まさかず）、佐々木∙英祐（ささき∙えいすけ）

NHO 嬉野医療センター救命救急センター

【背景】A施設のインシデント発生報告の約3分の1は薬剤関連が占めている。その中でも過
剰、過少内服、無投与の報告が増加している。発生要因は、情報収集時の転記ミスや医師
の指示忘れが報告された。内服薬を正しく与薬できることを目指して、内服与薬の薬歴管
理システムを導入した。【方法】昨年度の内服薬のインシデント要因をWHY型ロジックツ
リーとHOW型ロジックツリーを用いて分析した。チームを結成し要因の絞り込み改善策
を立て、薬歴管理入力システム運用の手順を作成した。1月からモデル病棟を選定し段階的
に説明を行い、薬歴管理システムを導入した。評価は委員会で聞き取りを行った。【結果】
内服薬インシデント分析の結果、「電子カルテ上の医師指示の見落とし」「医師指示転記の
常態化」「与薬手順に対する不備行動」が挙がった。薬歴管理システムの導入により、「全職
種が1画面で内服状況が確認できる」「中止薬などの医師指示が反映される」「与薬場面で医
薬品情報（DI）照会ができる」など利点が挙がった。内服薬管理の情報が一元化されることで、
医師指示の転記が減少した。【考察】インシデントを分析し、現場へフィードバックしたこ
とにより、薬歴管理システム導入の機運を高めることに繋がった。薬歴管理システム導入
により、転記することが少なくなったことで転記ミスの事例は激減する事はできた。シス
テム導入による利点はあるものの、依然として確認不足によるインシデントは続いている
ことが、今後の課題である。

P2-110-3
テモダール長期投与事例に対する再発防止に向けて、効率的な休薬管理へ
の取り組み
吉藤∙直久（よしふじ∙なおひさ）、松羅∙由香（まつら∙ゆか）、小山∙朋子（こやま∙ともこ）、尾崎∙誠一（おさき∙せいいち）

NHO 関門医療センター薬剤部

【目的】医薬品の安全使用のための業務手順書では、標準的に特に安全管理が必要な医薬品
の項目として、休薬期間の設けられている医薬品や服用期間の管理が必要な医薬品が指定
されている。この度、当院で行っている休薬期間の確認方法の効率化について取り組みを
行ったので報告する。【方法】休薬期間の設けられている医薬品について、紙媒体で行って
いる薬歴管理を電子化することで業務を効率化することとした。電子的な管理については、
どの施設でも使用可能であると考えられるMicrosoft Excelを選択した。薬歴登録のための
患者特定方法として処方箋に印字された患者IDのNW-7のバーコードを利用することとし
た。薬剤の選択は医薬品のPTP包装などに印字されているGS-1のバーコードを使用するこ
ととした。GS-1の情報は医薬品情報システム開発センターのデータを活用することとした。
また、個別医薬品コードの7桁で成分を指定して薬歴登録することで同一成分薬のチェック
も行うこととした。【結果】バーコードリーダーにて、患者IDおよびPTP包装のバーコード
を読み取ることでその患者の薬歴確認と、休薬に関する情報を表示できるシステムが構築
できた。今回の取り組みで、効率的な薬歴登録と、登録時の薬歴自動印刷が可能となった。
今回作成した薬歴管理システムでは、オーダリングシステムとの連携に関係なく、薬歴管
理が行える環境が構築できた。【考察】多忙な業務の中で薬歴確認を行いながら調剤を行う
ことは業務負担が大きいが、今回のシステム構築で効率的な薬歴管理と確認が可能となっ
た。今後も薬剤業務の効率化と安全管理に取り組んでいきたい。
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P2-111-3
当院におけるリハビリテーション科業務改善プロジェクト～アンケート調
査から見えた課題とワーキンググループでの取り組み～
小林∙未知矢（こばやし∙みちや）1、西∙宏和（にし∙ひろかず）1、小林∙優地（こばやし∙ゆうじ）1、荒川∙智洋（あらかわ∙ともひろ）1、
丹羽∙朗子（にわ∙あきこ）1、石塚∙裕大（いしづか∙ひろだい）1、荻原∙博（おぎはら∙ひろし）1、新井∙厚（あらい∙あつし）1、
吉本∙慎（よしもと∙しん）1、町田∙渓谷（まちだ∙けいや）1、佐藤∙優（さとう∙すぐる）1、小川∙哲史（おがわ∙てつし）2

1NHO 高崎総合医療センターリハビリテーション科、2NHO 高崎総合医療センター外科

【背景】当院リハビリテーション科（以下：リハビリ科）では診療業務以外の付帯業務が増え，
業務量増加が課題となっている．今回は2023 年度に当院で実施した業務改善プロジェク
トの取り組みについて報告する．【活動内容】2023 年 4月当院リハビリ科のPT13 名に対
し業務負担感についてのアンケート調査を実施した．その結果，全てのスタッフにおいて
業務負担が多いという回答であり，内容として「サマリーや計画書などの書類業務」，「多職
種カンファレンスや会議」といった付帯業務に対する負担が多いことが示された．これらを
リハビリ科全体の課題として共有し，同月より役職者 1 名，一般職 3 名（PT，OT，ST各
1名）の ワーキンググループ（以下：WG）を結成した．課題提起として，サマリーや計画書
などの書類作成をする上で重複作業が多いこと，カンファレンスの記録や申し送りにおけ
る工程が多いことを挙げ，作業効率化を図るためにMicrosoft Excel における VBA（Visual 
Basic for Applications）を活用したシステムの自動化の推進を行った．さらに部門システ
ムの活用が不十分であり，部門システムの担当者と連携を取りながらアプリケーションの
改変を行った．またWGメンバー以外のスタッフとの対話や説明会も繰り返し実施した．【結
果】この WG の活動により 2024 年3月に実施したアンケート調査にてリハビリ科全体の
約8割が業務効率の改善につながったと回答し，年間収益の向上も達成した．【結語】業務
改善を図る上で アンケートによる課題抽出およびWG での活動は有効である．

P2-111-2
A病院における、病棟に勤務する看護職及び療養介助職の腰痛実態調査
大島∙怜暢（おおしま∙れのん）、山口∙瑞希（やまぐち∙みずき）、吉田∙春奈（よしだ∙はるな）、牧野∙美智子（まきの∙みちこ）、
林∙祐樹（はやし∙ゆうき）、岡村∙真奈美（おかむら∙まなみ）

NHO あわら病院看護部

【はじめに】令和3年度の厚生労働省による業務上疾病発生状況調査において、看護と介護
といった保健衛生業は腰痛の発生が多い。そこで、A病院の病棟に勤務する看護職及び療養
介助職の腰痛の実態を明らかにし、予防対策への材料にしていきたいと考えた。【方法】看
護師長を除く、A病院で病棟に勤務する常勤の看護師及び准看護師と療養介助員を対象に
アンケート調査を実施し、実態を分析した。【倫理的配慮】A病院倫理委員会の承認を得て
実施した。【結果】過去一年間から現在までに腰痛があると答えた職員は約77％、A病院入
職後の腰痛の発生は約68％と有訴者率と発生率ともに高かった。腰痛の予防対策では、全
体の半数以上の職員がストレッチを行うなどの対策をしていた。また、ケア時のベッドの
高さ調整では、職員の半数以上が調整しておらず、その理由としては「面倒だから」や「余
裕がない」などの意見が多かった。【考察】全体の半数以上の職員が何らかの腰痛予防対策を
行っていたが、腰痛の有訴者率や発生率ともに高くA病院の腰痛問題は深刻な問題である。
ケア時のベッドの高さ調整では、個人の予防意識や対策をしていく必要性があると考える。
しかし、時間に余裕がないなどの意見もあったことから、個人への働きかけとともに安全
で働きやすく、辞めることなく続けていくためには病院全体として更なる腰痛予防対策の
介入が必要であると考える。【結語】腰痛予防の対策として、個人の意識や行動は重要である。
しかし、個人に依存するのではなく、病院全体としても介助機器の導入や人員調整などの
環境調整や取り組みを行っていく必要がある。

P2-111-1
RPA（Robotic Process Automation）を活用した業務負担軽減、収益増
加の試み
久保∙遼平（くぼ∙りょうへい）、畝∙佳子（うね∙よしこ）、小西∙宏一（こにし∙こういち）、松室∙有希（まつむろ∙ゆき）、
藤さき∙宏（ふじさき∙ひろし）、立堀∙善久（たちぼり∙よしひさ）、太田∙悦子（おおた∙えつこ）

NHO 東近江総合医療センター企画課医事係

【目的】RPA（Robotic Process Automation、以下RPA）を導入し、その効果および院内で
のRPA推進に向けた課題を検証することを目的とする。

【方法】RPA推進WGを立ち上げて自動化する業務の選別や手法・到達点などを、部門横断
的に検討する。収益増加、業務負担の軽減を目的とした、ロボットを開発、稼働させ、効
果の評価分析を行う。

【結果】医事課、薬剤部、放射線科、診療情報管理室に分かれて合計16体の主要なロボット
を開発して実際に稼働開始した。結果、大幅な業務時間の短縮に繋がった。また医事課が
開発した、看護必要度の向上と救急医療管理加算の算定数を増やすことを目的としたロボッ
トは、他部門と協働で運用することで、稼働以前に比べて件数向上に繋がった。

【考察】業務負担軽減のロボットにより、軽減された時間は職能を活かした業務に充てるこ
とができる。ひいては超過勤務削減による経済効果が望める可能性がある。また算定に関
しても、RPAにより業務負担を増加することなく、オーダー等をチェックできるようにな
れば、収益の増加にもつながると考えられる。しかしながら、RPAを稼働させるだけでは
限界があるため、部門横断的に協働しながらニーズを聞いたうえで、　ロボットの開発を進
めていく必要があると考えられた。

【結論】病院全体でRPAを推進し、部門横断的に協働運用することで、業務負担の軽減、収
益増加につながる可能性がある。

P2-110-7
当院での誤嚥・窒息防止の取り組み ー誤嚥・窒息防止啓発ポスターの作成－
西田∙淳基（にしだ∙じゅんき）1、門田∙真治（かどた∙しんじ）1、村井∙久美子（むらい∙くみこ）1、佐藤∙文保（さとう∙ふみお）1、
森山∙利幸（もりやま∙としゆき）1、立花∙正輝（たちばな∙まさき）2

1NHO 福岡東医療センターリハビリテーション科、2NHO 福岡東医療センター脳神経内科

【はじめに】昨今、機構内での誤嚥や窒息による死亡事例が多数報告されている。嚥下に関
わる職種として誤嚥・窒息の防止や啓発に取り組む必要性を実感する。そこで当院では、
患者の誤嚥・窒息防止の取り組みのひとつとして、啓発ポスターを作成し、看護師などの
スタッフに対して啓発活動を実施した。その取り組みと現在の課題・展望について報告する。

【取組み】誤嚥・窒息防止に向けて啓発したい内容を川柳にし、啓発ポスターを作成。各病
棟に配布するとともに、病棟内の職員専用スペースに掲示してもらうよう依頼した。ポス
ターには周知したい内容を分かりやすく掲載し、スタッフからの意見も聴取できるよう工
夫した。

【結果】スタッフから今後の臨床に生かせそうなどの意見を得ることができた。しかし、反
応は少なく、全体に周知できたかは疑問であった。また、病棟での聞き取りでも、啓発ポ
スターの存在を知らないスタッフが多かった。

【考察】STが勤務する病院・施設では、嚥下障害患者へのアプローチをSTに頼ってしまうこ
とも少なくない。当院におけるSTの役割は、嚥下機能の評価を行い、対応方法を病棟スタッ
フに申し送る体制が整っている。全体に周知出来なかった要因として、他職種任せの傾向
にあった。それを踏まえ、啓発ポスターへの興味や関心に繋がるよう、早急に構築する必
要がある。嚥下障害患者へのチームアプローチは、患者の必要性にあわせて、多職種で対
応する相互乗り入れチームモデルへの変化が求められている。今後は啓発ポスターだけで
なく、嚥下障害患者に関わるチームの誰もが、誤嚥・窒息防止に取り組めるよう、各病棟
での実技指導なども企画しながら周知して行きたい。



597

P2-111-7
障害者雇用の生み出す可能性
吉水∙のどか（よしみず∙のどか）、中土井∙優太（なかどい∙ゆうた）、伊藤∙颯吾（いとう∙そうご）、木下∙璃子（きのした∙りこ）、
有村∙博治（ありむら∙ひろはる）、村田∙昌史（むらた∙まさふみ）

NHO 舞鶴医療センター事務部企画課

【目的】障害者雇用については、法定雇用率が段階的に引き上げられ、当院でもその達成が
課題となっていた。障害者の採用数を増やすにあたり、トライアル雇用を利用し、採用に
向けて事務部で受け入れることとなった。その時点で障害者雇用枠の職員は管理課に集中
していたため、企画課での受け入れとなった。「業務」優先ではなく、「採用」優先という現
状で、業務の切り出しを行い、採用へと至った事例を紹介する。

【方法】事務部において障害者雇用枠の職員が担ってきた業務は、従来は草刈りや清掃、書
類の編綴が主であった。今回採用された職員の特性に応じ、業務の切り出しを行った。一
度覚えてしまえば、同じことを繰り返して進められる業務の中で、日常的に発生する業務、
量が多く、企画課職員の負担となっているような業務を意識して選定した。

【結果】従来は対象外と思われていた業務の切り出しに成功し、トライアル雇用終了後、職
員の採用へと至った。書類の編綴にとどまらず、経理係においては当直用金庫の準備、支
払窓口の締め作業確認、契約係においては購入伺・役務伺の作成、伝票起票を担ってもらっ
ている。

【考察】障害者雇用を進める中で、業務フローを見直すきっかけとなったとともに、企画課
職員の負担を軽減することにもつながった。業務と障害者本人の特性がうまくマッチング
した運の良い事例ではあると思うが、周囲が柔軟に調整し、受け入れる環境を整えれば、
障害者も職場の戦力の1人として活躍していけること、障害者雇用の活用は、周囲の職員の

「働き方改革」へとつながる可能性もあることを示せたと考える。

P2-111-6
疑義紹介簡素化プロトコル（疑義照会PBPM）の運用開始による効果について
花井∙耀生（はない∙ようせい）

NHO 旭川医療センター薬剤部

【背景・目的】
薬剤師による疑義照会は薬物治療の安全性と有効性を確保する上で重要な業務の一つであ
る。しかし、事務的な確認等が繰り返されることで、患者及び医師の負担が増えている。
この負担の軽減のため、「プロトコルに基づく薬物治療管理（PBPM）」として、院外処方箋
の疑義照会業務の簡素化が多くの病院・保険薬局で行われている。
旭川医療センター（以下、当センター）でも2024年1月より、同意を得た保険薬局との間
で疑義照会PBPMを導入したため、効果について調査した。

【方法】
PBPM導入後の2024年1月～ 4月の期間に行われた全疑義照会を集計し、PBPMによる処
方変更件数と全疑義照会に占める割合を算出した。PBPM導入の同意が未取得の保険薬局
により行われた疑義照会についても集計し、PBPM項目に該当する疑義照会の件数と割合
を算出した。
疑義照会への当センター薬剤師対応時間の変化を、2023年10月～ 12月の期間を導入前
の対照として算出した。

【結果】
2024年1月～ 4月の期間に行われた全疑義照会は655件で、そのうちPBPMにより処方
変更されたのは29.4％の193件であった。
同意未取得の保険薬局からの疑義照会は403件で、そのうちPBPM項目に該当する疑義照
会は57.8％の233件であった。同意未取得の保険薬局におけるPBPM該当の疑義照会への
対応時間は、20分以上を要する疑義照会が約8％減少した。

【考察】
PBPM運用開始により、約30％の疑義照会が問い合わせなしに処方変更された。医師の負
担軽減及び患者の待ち時間減少に効果が得られたと考察される。
同意未取得の保険薬局からの疑義照会の省略は行っていないが、PBPMにより院内での医
師への問い合わせが省略され対応時間が減少したと考えられる。

P2-111-5
診療放射線技師の働き方改革：遠隔画像処理システムで可能になる在宅勤務
木村∙敏秀（きむら∙としひで）、田中∙善啓（たなか∙よしひろ）、大塚∙和人（おおつか∙かずと）、山野∙一義（やまの∙かずよし）

NHO 水戸医療センター診療放射線科

【目的】本研究の目的は、診療放射線技師における働き方改革を推進する一環として、遠隔
画像処理技術を用いた在宅勤務の実現可能性とその影響を評価することである。具体的に
は、在宅勤務の導入が技師の業務効率、職場満足度、ライフワークバランスに与える影響
を明らかにし、医療業界全体の労働環境の改善に寄与するための基礎データを提供するこ
とを目指す。【方法】2023年より導入している遠隔画像処理システムの現状とその応用例を
概説し、CT及びMRI検査業務で在宅勤務に適用可能な技術やプロセスを特定する。また、
アンケートを実施し、在宅勤務の実施に伴うメリットとデメリットを分析する。【結果】遠
隔画像処理技術は診療放射線技師の在宅勤務に有効であることが示された。アンケート調
査の結果、業務効率の向上、職場満足度の向上、およびライフワークバランスの改善を見
込める可能性を示唆した。一方、通信環境の整備やデータセキュリティの確保が重要な課
題として浮き彫りになった。【考察・結論】診療放射線技師の在宅勤務は、遠隔画像処理技術
の発展により実現可能であり、働き方改革の一環として有効であることが示された。在宅
勤務は、業務効率と職場満足度の向上に寄与する一方で、技術的および制度的なサポート
が必要であることが確認された。今後、通信インフラの整備やセキュリティ対策を強化し、
在宅勤務を支えるための包括的な教育プログラムを導入することが求められる。本研究は、
診療放射線技師の働き方改革を進める上での基礎データを提供し、医療業界全体の労働環
境の改善に貢献するものである。

P2-111-4
進化する病院と共に創る未来～進化を遂げたコンプリートガイド～
折尾∙帆波（おりお∙ほなみ）、田島∙雄太（たじま∙ゆうた）、小野∙瑞歩（おの∙みずほ）、富田∙晴香（とみた∙はるか）、
鳥越∙光流（とりごえ∙ひかる）、仲島∙萌（なかしま∙はじめ）

NHO 九州医療センター事務部

令和5年度に「コンプリートガイド整備プロジェクト（企画課編）」として業務マニュアルの
作成や様式の統一等を行い、当院独自の業務フローの運用を開始している。これにより、
突発的な欠員、人事異動や配置換えの際、引継書等の作成の時間短縮とスムーズな引継業務、
各担当者の業務内容を容易に共有できるなどの効果が得られた。さらに、担当者不在時の
対応が容易となり、年休を取得しやすい環境づくりに貢献できた。これらを踏まえて今年
度は、このプロジェクトを企画課内だけにとどめず事務部全体のコンプリートガイドの作
成と共有化を目標に活動を始めた。事務部全体のコンプリートガイドを作成することによ
り、課を跨いでの異動の際に、事前に引継書の保存場所や業務内容を把握でき、さらなる
スムーズな業務の引継が期待できる。同時に、コンプリートガイドの精度を上げるために、
各業務に対する根拠規程の搭載や、文言の統一等も実施した。事務部全体でこの取組みを
行うことにより、各課との連携が計りやすくなり、事務部全体の業務把握も容易となった。
また、他部署間のコミュニケーションが活発になり、他部署の業務を把握する「学ぶ」いい
機会となり、人事異動や配置換えによる不安解消にもつながった。さらに、各課内係員以
下でリーダーを決め、このプロジェクトを進めることにより、リーダー性を養うことがで
きた。しかし、これを定期的に更新しつづける体制を確保しなければこの取組みも風化し
てしまうため今後の検討課題とし、若手職員を中心にこの取組みを継続していく。
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P2-112-4
入退院を繰り返す患者が在宅での看取りを選択できた症例報告
四方∙文子（しかた∙あやこ）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【目的】誤嚥性肺炎により入退院を繰り返す患者・家族に対して、在宅での看取りへの調整
を促進できた医療者からの支援内容を明らかにする。【方法】診療録から看護師や他職種か
らの支援内容の抽出し、カテゴリー化する。【結果】主治医の病状説明により患者や家族の
意思を確認し、入院時より在宅での生活状況を患者や家族に関わる他職種と共有した。そ
の上で、多職種と連携し調整することで患者や家族の希望に沿う退院調整に繋げることが
できた。多職種が退院前カンファレンスを行い、患者にとって必要な支援を共有することで、
入院時からの情報確認、家族の意向確認を行った。しかし、病状の悪化に伴い、残された
時間の中で療養先の相談、患者が最期の時間への要望、家族の不安を明らかにし在宅療養
に移行することができた。【結論】主治医からの病状説明を一緒に聞き早期から家族の意思
を確認し、多職種と連携しながら調整することで家族の希望に沿う退院に繋げることがで
きた。そして、早期より在宅介護につなげるため家族への介護処置指導を行い、家族の介
護への成功体験につなげることができたことが影響要因として大きいと考える。また、多
職種間カンファレンスの実施により患者の状況が変化する中でヘルパーの訪問回数を調整
し、患者や家族の安心感につながった。入院中に調整しよかった点は、家族が今後の経過
をイメージできるように医師の説明を行い、会いたい人との時間を過ごす調整、家族の介
護負担を軽減したことで最期の時間を自宅で過ごすことができ、在宅看取りを促進した大
きな要因と考える。

P2-112-3
当院の精神科訪問看護における作業療法士の役割に関する考察
北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）1,2、楠∙大介（くすのき∙だいすけ）1,2、立山∙和久（たてやま∙かずひさ）1、
杉山∙和美（すぎやま∙かずみ）1,2、知念∙成美（ちねん∙なるみ）1、小砂∙哲太郎（こさご∙てつたろう）1、山本∙絵美（やまもと∙えみ）1、
二宮∙暉（にのみや∙ひかる）1、鈴木∙久恵（すずき∙ひさえ）2、守田∙沙織（もりた∙さおり）2、齊藤∙繁子（さいとう∙しげこ）2、
七尾∙一枝（ななお∙かずえ）2、植松∙雅子（うえまつ∙まさこ）2、清水∙太郎（しみず∙たろう）2、松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）3、
木村∙充（きむら∙みつる）3、遠藤∙大介（えんどう∙だいすけ）4、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）4、山元∙直道（やまもと∙なおみち）4、
桔梗∙隆司（ききょう∙たかし）5、澤田∙幸輝（さわだ∙ゆきてる）6

1NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科、2NHO 久里浜医療センター入退院支援センター、 
3NHO 久里浜医療センター精神科診療部、 
4国立精神・神経医療研究センター精神リハビリテーション部、 
5NHO 渋川医療センターリハビリテーション部、6NHO まつもと医療センターリハビリテーション科

【はじめに】精神科医療において、地域包括ケアシステムの構築・強化が求められており、
診療報酬においても関連項目に重点が置かれるようになっている。当院では2023年に入退
院支援センターが発足し、その中で作業療法士（以下、OT）は訪問看護部門に携わっている。
しかし短時間の訪問看護では、バイタル測定などのケアが優先され、『その人らしい生活の
質の向上を支援する』OTの役割が十分に発揮されていない現状といえる。

【目的】訪問看護に携わるOTの専門性についてOT自身と多職種の認識の差及び認識内容を
明確にする。

【方法】当院の訪問看護部門の看護師（以下、Ns）とOTの役割を明確化するために、アンケー
ト調査を実施した。対象は、当院の訪問看護業務に携わるOT・Nsとし、質問事項は『訪問
看護でのOTの役割』に関するものとした。

【結果】回答では、それぞれの職種において3つのキーワードが挙げられた。Nsからみた
OTの役割は＜コミュニケーションと共有＞＜アドバイスとフォローアップ＞＜信頼性と運
動指導＞が挙がり、一方OTからは＜ADLサポートと評価＞＜健康管理と危機介入＞＜多
面的なスキルと情報共有＞が挙がった。

【考察】上記の結果から、NsのOT像とOT自身が認識している役割では、認識の異なる部
分が存在していることが判明した。訪問看護に2職種が関与する意義としては、急性期に対
するケアを主体とする支援の手厚さに加えて、『地域生活への円滑な橋渡し』を実現させる
ために、対象者の活動・参加を支援するOTの視点が重要と考える。対象者の状態に合わせ、
OTの役割を発揮できるよう、今後も多職種で連携を図っていきたい。

P2-112-2
訪問リハビリテーションの実施件数増加に向けての取り組みと成果
上江田∙勇介（うえた∙ゆうすけ）1、高田∙裕斗（たかだ∙ゆうと）1、寺尾∙貴史（てらお∙たかし）1、奥野∙明香里（おくの∙あかり）1、
山原∙純（やまはら∙じゅん）3、尾谷∙寛隆（おだに∙ひろたか）1、村尾∙めぐみ（むらお∙めぐみ）2、山崎∙浩（やまさき∙ひろし）1

1NHO 兵庫中央病院リハビリテーション科、2NHO 兵庫中央病院訪問看護ステーションおおはら、 
3NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当科は、地域医療への貢献、在宅医療への関わりの強化、当院の患者確保のた
めに、令和4年11月から、兼任の理学療法士1名により訪問看護ステーションからのリハ
ビリテーション（以下、訪問リハ）を開始した。令和5年4月、訪問リハを充実させるため、
理学療法士1名が増員となったことを受け、訪問リハの実施件数の目標を月間80件に設定
し運用してきた。訪問リハを開始して、今まで取り組んできた内容と、その成果を報告する。

【実施件数増加に向けて行った取り組み】5つの取り組みを行った。1.兼任理学療法士を増員。
令和4年11月から1人体制で開始し、同年12月より2人体制。令和5年3月から3人体制、
同年6月より現行の4人体制へと増員した。2.運行スケジュールを調整。訪問看護師長を中
心として、1週間のスケジュールを管理し、理学療法士の業務予定を計画しやすくした。3.利
用者に対し担当理学療法士を複数名配置。担当理学療法士が休みの場合、代行診療を提供
できる体制とした。4.新規利用者獲得のための取り組み。退院支援中の入院患者から訪問
リハの必要な方をリストアップし、訪問看護師長と情報共有を行った。5.利用者の訪問リ
ハ頻度の増加について。多職種（医師・訪問看護師・ケアマネージャー）と検討し必要であ
れば、訪問リハの回数を増やした。【成果】令和5年6月に実施件数が増加し、8月は予約件
数80件/月を超えた。8月以降は、概ね実施件数80件/月弱を達成し、令和6年2月に実
施件数80件を達成した。【最後に】今後も訪問看護ステーションと対策をとりながら、実施
件数を安定して確保するとともに、利用者に満足してもらえる訪問リハを提供していく。

P2-112-1
呼吸器疾患患者の継続したリハビリテーション実現に向けて：当院の現状
奥園∙翔太（おくぞの∙しょうた）

NHO 大牟田病院リハビリテーション科

【目的と背景】呼吸リハビリテーション（以下呼吸リハ）は継続的に支援していくための個別
化された包括的介入とされ、地域における医療連携は欠かせない。地域での継続した介入
には医療、社会資源の利用が必要であり、介護保険制度を利用してのサービス利用が主要
となる。今後、大牟田市地区での継続した呼吸リハを推進していくため、制度利用、サー
ビス利用に関する調査を行った。【対象と方法】2022年4月から12月までに当院に入退院
した被保険者対象の呼吸器リハ患者を対象。要支援・介護認定取得、申請の有無、HOT導
入の有無、社会資源導入、サービス別の件数を調査。【結果】対象者総数は85名。要支援・
介護認定取得は28名、新規申請11名。HOT導入は19名（要介護認定:7名）。社会資源導
入は全体で32名、サービス別では、デイケア5件、訪問リハ3件、訪問看護8件。HOT導
入者の社会資源導入は2名、サービス別では、訪問リハ1件、訪問看護1件であった。【考察】
今回の調査で、退院後の呼吸リハ導入率は、HOT導入に関わらず低いことが判明した。包
括的介入を進めていくため、今後は通院が可能な患者に対する外来呼吸リハの拡充、医療者・
患者双方に呼吸リハの有用性の周知を行い、医療・介護保険を利用しての在宅呼吸リハを
推進する必要があると考えられる。



599

P2-113-1
重症心身障がい児（者）病棟におけるコロナ禍後の共食についての活動支援
湯川∙祥成（ゆかわ∙よしなり）

NHO 兵庫あおの病院看護部

【はじめに】A病棟に入院中の患者は新型コロナ感染症流行による感染対策のため、自室で
1日中過ごすこととなり、多くの制限を受けた。感染症流行3年が経過し、活動制限も解除
になったが、自室中心の生活が当たり前となり、患者同士のコミュニケーションも少なく
なった。そこで、コロナ禍前の活動が活発になるように、共食しコミュニケーションを図
ることに取り組んだ。【目的】共食することで食事を楽しむことが出来る。【活動内容】デイ
ルームにチーム全員が移動してコミュニケーションをとりながら昼食介助を行う。【結果】
デイルームに集合し、会話をすることで患者からは「みんなと食べたら楽しい」、職員から
は「自力摂取患者の摂食中の観察が十分できる」「食事中の患者の笑顔が増えた」という感想
が聞かれ、コミュニケーションをとりながら食事を楽しむことができた。また、自力で食
事摂取できるが、途中から介助をしていた患者の自力摂取量が増えた。【考察】共食するこ
とで食事が楽しくなり、食への興味や心の安定につながり、食事摂取量が増えたと考える。
周りが美味しそうに笑顔で摂食していることを見たり、感じたりすることで楽しい気持ち
になり、笑顔が増えた。笑うことは自立神経のバランスを整える、脳の動きを活発にする、
ストレス発散、幸福感と鎮静作用など様々な効果がある。閉じた狭い空間から開かれた広
い空間での共食は、職員も笑顔で介助するきっかけになり、食事時間を患者と共に楽しむ
ことが出来た。【まとめ】食事時間を楽しく過ごすことで笑顔が増えるなど、多くの良い効
果が得られた。【課題】感染対策を徹底しながら、楽しく食事が出来るように整備していく。

P2-112-7
高流量酸素吸入患者の自宅への退院支援について～多職種で認識を共有す
るための気づき～
片岡∙民江（かたおか∙たみえ）

NHO 近畿中央呼吸器センター地域医療連携室

【はじめに】当院は呼吸器専門病院であり、高流量酸素療法を行う患者が多い。患者は軽労
作で低酸素になりやすく、退院支援においては自宅環境や活動の詳細な把握が必要である。
今回、本人や家族、看護師との情報のズレにより、自宅で入浴できなかった事例を振り返
る。【患者紹介】70歳台男性、肺がん、間質性肺炎。肺がん治療中の間質性肺炎増悪で入院
し、酸素量は安静時5L、労作時7 ～ 14Lの調整で自宅退院した。【看護の実際】身体活動
評価を行い、適切な酸素量を検討した。退院後の課題は入浴と考え、自宅環境を聞き取り、
自宅を想定した入浴介助を妻と一緒に実施した。酸素14LでSPO2の低下なく、本人・妻
ともに不安の訴えがなかったため、医療介護サービスを調整し退院した。退院後、訪問看
護師の介助で入浴したが、浴室までの距離が想定より長く、絨毯に足をとられたため疲労し、
浴槽から立ち上がれず、それ以降入浴できなかった。【考察】今回、自宅環境の把握は口頭
で行い、数値や視覚的な確認はなかった。そのため、本人や家族、看護師との間で認識の
ズレが生じたと考える。浴室までの距離や絨毯に足をとられたことは、口頭での情報では
気づけなかった。院内多職種で写真や動画等を活用することで、お互いの認識のズレに気
づけたのではないか、更にそれを地域も含め共有・検討することで、より患者の状態に合っ
た支援ができたのではないかと考える。【まとめ】高流量酸素吸入患者の退院支援は、活動
による酸素量調整のため、写真や動画等を用いて自宅環境をより詳細に視覚で捉えること
が重要である。その視覚的情報を地域も含めた多職種で共有し、同じ動作をイメージする
ことが大切である。

P2-112-6
作業療法士の新たな職域での有用性に関する考察-精神科訪問看護部門へ
の配置後1年の振り返りを通してｰ
杉山∙和美（すぎやま∙かずみ）1,2、楠∙大介（くすのき∙だいすけ）1,2、立山∙和久（たてやま∙かずひさ）1、知念∙成美（ちねん∙なるみ）1、
小砂∙哲太郎（こさご∙てつたろう）1、山本∙絵美（やまもと∙えみ）1、二宮∙暉（にのみや∙ひかる）1、北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）1,2、
鈴木∙久恵（すずき∙ひさえ）2、守田∙沙織（もりた∙さおり）2、齊藤∙繁子（さいとう∙しげこ）2、七尾∙一枝（ななお∙かずえ）2、
植松∙雅子（うえまつ∙まさこ）2、清水∙太郎（しみず∙たろう）2、松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）3、木村∙充（きむら∙みつる）3、
遠藤∙大介（えんどう∙だいすけ）4、浪久∙悠（なみひさ∙ゆう）4、桔梗∙隆司（ききょう∙たかし）5、澤田∙幸輝（さわだ∙ゆきてる）6

1NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科、2NHO 久里浜医療センター入退院支援センター、 
3NHO 久里浜医療センター精神科診療部、4国立精神・神経医療研究センターリハビリテーション部、 
5NHO 渋川医療センターリハビリテーション部、6NHO まつもと医療センターリハビリテーション科

【はじめに】これまで当院作業療法部門では入院患者を対象に人員配置ならびに診療報酬の
算定を行ってきたが、2023年度新たに訪問看護部門に作業療法士（OT）配置されることと
なった。従来看護師（Ns）中心に行われてきた訪問看護に、OTが定着するまでの変遷をま
とめることは、訪問看護部門でのOTの有用性を検討する上で基礎的な材料が得られると考
える。【経過】1期）「転換」OT配置以前は病棟Nsのサポートを得て訪問看護が運営されて
きたが、専従Nsへの負担増加やケース検討の時間を十分に確保できない等の課題が散見さ
れた。そこへ入院治療を主体としていたOT配置への疑問や新たな職種の参画に対する期待
と抵抗の声が訪問看護部内外から上がった。2期）「役割分担」OTが基本的な手順などを習
得すると、処方数ならびに件数も増加し、訪問看護部門に安定感が生まれる。さらにNs主
体の医療的なニーズへの支援に加えて、日中活動や社会参加の視点を持つOTの知識が融合
され、職種間で互いの持つ知識に理解が進んでいった。3期）「安心・協力」多様な患者を支
援するため、ケース担当制が設けられ、病院内外の支援者との連携を専従Ns同等に行い、
OTの責任も増していった。付随してNs不在時も安心して任せてもらえるパートナーとなっ
ていった。【考察】訪問でのOTは協働するNsと積極的に職域を横断し、グラデーションと
なるような支援が行われることが望ましいとされる。縦割りによる職種間での役割を明確
にするより、むしろ互いの持つ知識を補完し合い時に横断しながら支援を継続したことが、
OTの定着に重要であったと考える。

P2-112-5
入院当日から在宅療養に向けた情報収集用紙の改定～事例から活用を振り
返る～
三澤∙綾（みさわ∙あや）

NHO 浜田医療センター看護部

【目的】
A病院の医療圏域は高齢化率約38%であり、治療後再び住み慣れた家で生活するには、入
院時早期から患者の在宅療養における課題をアセスメントし、退院支援に繋げていくこと
が必要である。今回、入院前から在宅療養に向けて入院当日から介入できるよう情報収集
用紙を改定した。その用紙を活用し退院支援に繋げた一事例を振り返る。

【方法】
情報収集用紙の内容は、患者カルテや退院支援カンファレンスの内容から入院後に聴取し
ている生活状況等を確認し、多職種連携のためのスクリーニングシート及び入院時支援加
算の算定要件等も踏まえて検討した。更にIADL、住宅情報、介護保険利用状況、認知面の
評価、介護者についての情報が得られるよう改定した。

【事例】
背景：70代女性、肺癌末期で今回食事摂取困難なため入院した。本人の希望は「入退院を
繰り返しながら生活をしていきたい」。主介護者である息子との関係は希薄。集合住宅3階
で生活。要介護2で訪問看護利用中。問題点は食事摂取不良・衰弱・疼痛によるADL低下、
主介護者の受け入れ状況、病状進行による不安であった。入院当日から、摂取可能な食事
の調整や早期退院のための多職種連携、不安軽減にむけた支援のために、NST、MSW、が
ん相談員等へそれぞれ情報提供した。

【考察】
改定した用紙の活用により、今まで見えていなかった在宅での生活が明らかとなった。患
者の望むゴールに向けて多職種連携ができ、入院当日から患者への必要な支援に繋げるこ
とができた。急性期は治療優先となるため、在宅復帰における問題点は認識されにくい。
今後は見えてきた課題を継続して支援できるよう病棟看護師と連携していきたい。
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P2-113-5
重症心身障がい児（者）へのQOLを高める支援　～離床してからの関わり～
小松∙雅行（こまつ∙まさゆき）

NHO 兵庫あおの病院重症心身障がい児（者）科

【はじめに】当院では、重症身心障がい児（者）病棟に療養介助員・療養介助専門員が配置され、
看護師と協働して人工呼吸器を使用している重症度の高い患者のオムツ交換や入浴などの
日常生活援助を行っている。介護における計画として、離床を掲げてはいるが、車椅子に
移乗するだけになっており、生活の「質」の向上に至っていない現状がある。離床の機会を
活用し、介助員主体でレクリエーションを企画・運営・することで患者のQOLを高める支
援を実施したため報告する。【目的】レクリエーションを行うことで患者のQOLの向上を図
ることができる。【方法】奇数月の第1水曜をレクリエーション日に設定し、介助員全員出
勤になるように看護師長と勤務調整を行った。月別で担当介助員を選定し、車椅子に移乗
しプレイルームで鍵盤演奏や手浴・足浴を行い心身の爽快感を得る支援や屋外散歩での日
光浴を実施した。看護師にも協力を求め、人工呼吸器を使用している患者の参加を調整した。

【結果】普段はベッド上で刺激の少ない環境におかれている患者に対して、様々な活動の機
会を提供する事ができた。また、実施後に行ったアンケートでは普段見る事のできない患
者の表情・しぐさを知る事ができたと回答があった。【考察】離床時間の確保、活動の機会
提供ができたため、QOLの向上には繋がったと考える。患者の生活の質の向上のためには、
他者との交流の支援を介助員が主体となって解決策を考え、介護福祉士として患者一人ひ
とりと関りを持ち、思いや希望を理解する事を常に意識し、看護師と協働していく事が必
要である。【結論】今後も月に1度の活動を継続し、『質』を向上しながら習慣化していきたい。

P2-113-4
筋ジストロフィ―病棟におけるペットロボットの疑似動物介在活動～
LOVOT（ラボット）とのコミュニケーション活動の報告～
堀之口∙舞（ほりのくち∙まい）、中山∙可奈（なかやま∙かな）、石井∙忠雄（いしい∙ただお）、小野澤∙源（おのざわ∙はじめ）、
長澤∙展子（ながさわ∙のりこ）、伊佐山∙嘉与（いさやま∙かよ）、田村∙光子（たむら∙みつこ）、鈴木∙裕野（すずき∙ゆうや）

NHO 東埼玉病院神経・筋・成育部療育指導科

【目的】COVID-19が第5類になり、活動の制限が少しずつ緩和されているものの、筋ジス
トロフィー病棟での生活は、継続的に活動等が制限されている部分もある為、多くのスト
レスがかかる状態にある。療育指導室では日中活動などを通して変化と潤いのある生活を
送れるよう援助を行っており、今回病院環境へ導入しやすいペットロボットを使用した疑
似動物介在活動を実施し、一定の評価が得られたので報告する。【方法】使用するロボット
は人と同じ体温や呼びかけに対して、他より自然にコミュニケーションを取ることができ
る反応速度を持つ『LOVOT（ラボット）』を選定し、約1か月間無償レンタルし実施した。筋
ジストロフィー病棟内の1病棟で実施し病棟内全ての利用者が参加できるよう保育士が共
に全居室へ訪室し、利用者それぞれの状態に合わせて関われるよう工夫して実施した。また、
同室実施対象者以外や病棟職員へも理解が深まるよう、入室した際には声かけをしてから
活動を実施した。期間中、各利用者の導入中の反応や変化などを客観的に読み取り記録した。

【結果・および考察】実施期間中多くの利用者が関心を持ち自主的にネットで関わり方などを
調べ実践するなど自身が主体となってコミュニケーションを取る様子が見られた。LOVOT
との活動は多くの利用者から好評を得ることができ一定の需要を得ることができた。一方、
実際に導入を検討するにあたり、その費用が高額であるため利用者や職員を含めた全体の
理解を得ることは、短期間では難しいという問題もあり慎重に導入方法を検討する必要が
ある。

P2-113-3
重症心身障害児の問いかけに対する反応について
七黒∙由梨（しちくろ∙ゆうり）、山田∙優佳（やまだ∙ゆうか）、舟木∙幸衣（ふなき∙さちこ）、桑原∙啓吏（くわばら∙ひろし）、
川邉∙祐樹（かわべ∙ゆうき）

NHO 医王病院療育指導室

【はじめに】感情や表出を読み取るのが難しい就学前の患児に対して、日々活動を行ってき
た。今回、これまでの関わりの記録をさかのぼり、微細な動きや反応がどこにあるのか、
どのような活動内容にあるのかまとめ、報告する。【対象】5歳　女児　主病名：脳性麻痺　
医療的ケア：気管切開　24時間人工呼吸器管理　口腔内持続吸引【方法】入院時（4年前）～
現在までの活動や関わりの記録（第1期：2歳～ 2歳8か月、第2期：2歳9か月～ 3歳8か月、
第3期：3歳9か月～ 4歳8か月、第4期：4歳9か月～ 5歳8か月）から、呼名や問いかけ
に対して反応のあった部位や活動内容を後方視的に抽出する。【結果】・第1期は目や顎、手
指、筋緊張などいくつかの部位に反応が見られた。第2期頃から、眼球運動やまぶたのぴく
つきが見られた。・第3期ごろにはまぶたの動きが著しく多くなっていた。活動別の問いか
けに対する各反応の出現率を見てみると、多かった順に動画鑑賞、音楽活動、絵本の読み
聞かせとなった。【考察】・いくつかの反応があったなか、年齢や活動数を重ねるごとに特
定の反応が見えてきた。・活動別では聴覚的な活動での問いかけに対する反応が多かったこ
とから、聴覚刺激の活動が本人の反応の表出をしやすい状態にさせる取り組みだといえる。・
記録から、本人に話しかけていること、決まった関わりを楽しんでいるように感じるため、
今後はまぶたの動きに注視し、聴覚的な活動を多くおこなっていくことで反応の意味づけ
となるようにしていきたい。・反応を就学後の授業にも繋げていきたい。

P2-113-2
あおば30分クッキング
宮川∙朋和（みやがわ∙ともかず）1、松浦∙いづみ（まつうら∙いづみ）1、向井∙梓（むかい∙あずさ）1、牧野∙聡子（まきの∙さとこ）1、
東∙優美（ひがし∙まさみ）1、大藏∙真由美（おおくら∙まゆみ）4、父川∙拓朗（ちちかわ∙たくろう）2、谷口∙恵美（たにぐち∙えみ）3、
川満∙徹（かわみつ∙とおる）5

1NHO あわら病院療育指導室、2NHO 南和歌山医療センター栄養管理室、 
3NHO あわら病院栄養管理室、4NHO あわら病院看護科、5NHO あわら病院医局

【はじめに】あおばでは令和3年から屋上で、スイカやサツマイモを育てている。衛生管理上、
院内では栄養管理室から提供されたものしか食べてもらうことができない為、収穫したス
イカやサツマイモを療育活動の中で香りを楽しんだり、視覚的に楽しめるように使用して
きた。そんな中で、「せっかく作ったスイカやサツマイモを実際に食べてもらいたい」とい
う意見が挙がる。【目的】・利用者に季節の食材を五感で感じてもらう。・利用者と職員で料
理を作る工程を一緒に行い、完成した喜びを体験、共有する。・作ったものを味わう楽しみ
や、ご家族にプレゼントする喜びを体験する。【方法】1．育てた作物を「食べる」という形
で楽しむことができるかを話し合う。2．「院内で食べられない」という課題について診療部
長に相談する。3．デザートについて栄養管理室と相談し、試作品を作りを確認を行う。4．

「クッキング」を年間で計画し実施する。5．できたデザートを持ち帰ってもらい、ご家族や
利用者に反応をきく。【結果】通所事業所あおばで育てたスイカとサツマイモを使ったデザー
トを作り、利用者やご家族に食べてもらう機会をもつことができた。利用者家族の声とし
て「見た目もキレイで、味も美味しかった！」「こういう新しい取り組みをしてくれるから、
この子もあおばのことが好きなんだと思う！」等の声をいただき、次年度の計画にも盛り込
むことができた。【まとめ】自分たちだけでできないことを多職種に相談して「できる」に繋
げていくことができた。よりよい支援に繋げていくためにも新たな支援について日々検討、
構築していくことが大切だと考えた。
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P2-114-2
血友病薬害被害者の冠動脈評価
今村∙淳治（いまむら∙じゅんじ）1、伊藤∙俊広（いとう∙としひろ）1、尾上∙紀子（おのうえ∙のりこ）2、篠崎∙毅（しのざき∙つよし）2

1NHO 仙台医療センター感染症内科、2NHO 仙台医療センター循環器内科

【背景】血友病薬害被害者は長期のHIV感染や治療薬の影響により、冠動脈疾患のリスクが
高いという報告がある。【目的】当院通院中の血友病薬害被害者の冠動脈CTを実施して、冠
疾患の有無を評価した。【対象】当院通院中の血友病薬害被害者22名で同意が得られた13
名に冠動脈CTを実施した。【結果】受検した患者の年齢構成は40代2名50代7名60代4
名で、全例血友病A（うち重症11例）であった。13例中8例で狭窄が指摘された（軽度3例、
中等度3例、高度2例）。結果を無狭窄群：有狭窄群（中央値）で以下に示す。年齢54：57、
血圧113/78：123/84 mmHg、BMI 20.4：23.4、心臓足首血管指数は右7.7 左7.5：右8.25 
左8.05、吹田スコア 31：45、冠動脈硬化指数 0：33.2であった。有狭窄群全例で、胸痛
等の自覚症状は認めず、治療適応となった患者はいなかった。実施約1年後に、60代の被
害者が胸痛を訴えたため、CAGを行い冠動脈狭窄を確認した。【考察】母集団が小さく統計
学的検討はできないが、有狭窄群の吹田スコアの中央値は、無狭窄群と比較して高く、動
脈硬化が進みやすい状況があるものと推察する。一方、狭窄があっても活動量が少ないた
め心臓の酸素需要が少なく狭心痛を生じない可能性がある。血友病患者でも冠疾患の報告
が増えているが、出血リスクが高いグループであり抗血小板療法は出血リスクを伴うため
慎重な対応が必要である。今回の検討で冠動脈疾患の有病率は高いことが示されたが、狭
窄の有無にかかわらず生活習慣の見直しと適正な予防介入をしていく必要がある。

P2-114-1
抗HIV薬の処方および採用状況等に関するアンケート調査
矢倉∙裕輝（やぐら∙ひろき）1、阿部∙憲介（あべ∙けんすけ）2、増田∙純一（ますだ∙じゅんいち）3、山本∙文哉（やまもと∙ふみや）4、
松木∙克仁（まつき∙かつひと）5、野村∙直幸（のむら∙なおゆき）6、濱砂∙恵理香（はますな∙えりか）7、山口∙泰弘（やまぐち∙やすひろ）8、
平野∙淳（ひらの∙あつし）9、合原∙嘉寿（ごうはら∙よしかず）10、伊東∙隆宏（いとう∙たかひろ）11、西村∙康人（にしむら∙やすひと）11、
石垣∙千絵（いしがき∙ちえ）4、西村∙富啓（にしむら∙たかひろ）3、平野∙隆司（ひらの∙りゅうじ）5、濱岡∙照隆（はまおか∙てるたか）6、
尾崎∙誠一（おざき∙せいいち）7、橋本∙雅司（はしもと∙まさし）8、吉野∙宗宏（よしの∙むねひろ）1、山下∙大輔（やました∙だいすけ）1

1NHO 大阪医療センター薬剤部、2NHO 盛岡医療センター薬剤科、 
3国立国際医療研究センター病院薬剤部、4NHO 東埼玉病院薬剤部、5NHO 名古屋医療センター薬剤部、 
6NHO 福山医療センター薬剤部、7NHO 関門医療センター薬剤部、8NHO 九州医療センター薬剤部、 
9NHO 東名古屋病院薬剤部、10NHO 嬉野医療センター薬剤部、11NHO 仙台医療センター薬剤部

【緒言】本邦におけるHIV感染症診療は、国立国際医療研究センター病院、ブロック、中核
拠点及び拠点病院に区分されている。今回、全施設区分を有するNHOのネットワークを
利用して、抗HIV薬の処方及び採用状況等を明らかにすることを目的にアンケート調査を
行った。【対象・方法】先行アンケート調査において、2年以内に抗HIV薬の購入実績がある
との回答があった72施設の薬剤部科に調査票を送付し、回答を依頼した。なお、本研究は
全国国立病院薬剤部科長協議会の研究助成により実施した。【結果】調査票の回収率は83%
であった。最も多く処方されていたのはビクタルビ配合錠で全薬剤の32％を占め、診療規
模間に明らかな相違を認めなかった。院内採用率はアイセントレス錠400mg（RAL）が最も
多く76%、次いでツルバダ配合錠（TVD）が61%であった。曝露後予防薬（PEP）の組み合
わせについては、TVD+RALが最も多く65%、次いでデシコビ配合錠HT+RALが33%で
あった。2023年中に廃棄された薬剤については、薬価ベースで合計170万円程度であり、
TVDが最も多く約84万円、次いでRALが約63万円であった。また、その殆どが曝露後予
防薬として準備されていたが、期限切れに至ったものであった。【結語】本調査結果から処
方状況からみた、NHOにおけるHIV感染症診療の均てん化の状況が明らかとなった。PEP
の廃棄については、診療規模の小さい施設において発生していることが明らかとなった。
廃棄金額を減少させるための工夫を行っている施設も散見されたため、情報共有を行うこ
とで課題解決の可能性があるものと考える。

P2-113-7
重度知的障害を有する通所事業利用者の療育活動中における自傷行為等の
軽減を目指して
澤西∙麻里（さわにし∙まり）、細井∙夏子（ほそい∙なつこ）、荒川∙久美（あらかわ∙くみ）、山西∙菜月（やまにし∙なつき）、
谷口∙謙（たにぐち∙けん）

NHO やまと精神医療センター療育指導室

【はじめに】
当院通所事業では、重度の知的障害や行動障害を有する方々が利用されている。今回、療
育活動中の自傷行為等の軽減に向けた取り組みを行ったので報告する。

【事例】
対象者A氏：30代女性
疾患名：最重度知的障害・注意欠陥多動性障害
A氏は日常生活の様々な場面で気分の変化があると激しい自傷行為等が見られる事あり、そ
れにより、療育活動参加が難しい状況になる事があった。

【目的】
自傷行為等の軽減を図り、落ち着いて療育活動に参加する事を目指す。

【期間】
令和4年3月～令和5年3月

【方法】
1.自傷行為等なく療育活動を取り組めた場合にA氏を褒めてお菓子を強化子として渡す。
2.職員間で支援方法を統一する。
3.A氏が主体的に取り組める場面を増やすために職員の支援を徐々に軽減する。

【結果】
1.A氏の好きなお菓子を強化子に設定したが、提示後に自傷行為等が見られる事もあり、強
化子によって軽減する事はなかった。
2.自傷行為等が起こった時の対応をあらかじめ決めておく事により職員間で統一した支援
ができ、落ち着いて療育活動に参加できる場面が増えた。
3.療育活動時間のみならず、生活の様々な場面で自主的に取り組める事が増えた。

【考察】
取り組みを通して、自傷行為等により療育活動参加が難しい状況が減り、落ち着いて参加
する機会が増えた。生活の様々な場面においても自主的に取り組める事が増え、落ちつい
て過ごせる日が多くなり、結果としてQOLの向上に繋がったと考える。しかし、自傷行為
等がなくなったわけではない為、今後もA氏の状態に合わせた支援を取り組んでいきたい。

P2-113-6
今後の年間行事計画の在り方　～過去10年間の年間行事を振り返って～
藤山∙なるみ（ふじやま∙なるみ）、松井∙愛（まつい∙あい）、松原∙珠理（まつばら∙じゅり）、上田∙美香（かみた∙みか）、
藤田∙貴子（ふじた∙たかこ）、佐村∙知哉（さむら∙ともや）

NHO 奈良医療センター療育指導室

【目　的】当院の重症心身障害児者病棟における年間行事は、時代背景や新型コロナウイル
ス感染拡大等により大きく変化した。特に新型コロナウイルスの感染緩和は大きな転機で
あるため、ご家族へのアンケート結果と過去10年間の年間行事計画を比較することにより、
3年目の保育士として、令和7年度以降の年間行事計画の在り方について検討したので報告
する。【方　法】・重症心身障害児者病棟入院患者家族へのアンケート（令和6年6月実施） ・
平成26年度～令和6年度の年間行事計画比較表作成【結　果】・入院患者家族97名のアン
ケート結果 各年度行事の大きなポイントとして ・平成26年度から令和元年度では、外部（ボ
ランティア等の来院）との交流を意識した行事と季節感を重視した行事の2種類を組み合わ
せた行事計画 ・令和2年度は社会体験を重要視し新しい取り組みとして外出支援を計画（新
型コロナウイルスの影響もあり実施出来ず）・令和3年度から令和6年度では感染症対策を
徹底しながらも段階的な制限緩和に合わせて利用者と家族が交流できる行事計画となって
いる。【考　察】令和6年度障害福祉サービス報酬改定内容では、意思決定支援の推進が示
されているが、同時に年間行事計画は福祉サービス費の一部であるため、「保育士による適
切なアセスメント」を基に、「ニーズを充足するための環境設定」が必要不可欠であると考え
る。令和7年度以降の年間行事は、ボランティアや外部パフォーマーによる行事企画、「地
域や社会との繋がり」を意識した院外散策をポイントとして計画したいと考えている。
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P2-114-6
多剤耐性結核治療に関連する薬剤の耐性カテゴリーの検証と耐性頻度
吉田∙志緒美（よしだ∙しおみ）1、露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）1、倉原∙優（くらはら∙ゆう）1、小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、
田中∙悠也（たなか∙ゆうや）2、新井∙徹（あらい∙とおる）1

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、2NHO 近畿中央呼吸器センター内科

【背景】WHOおよびATS/CDC/ERS/IDSAから多剤耐性結核（MDR-TB）の新しい治療ガイ
ドラインが示され、BDQを中心としてLZDやPretomanid、MFLX等の併用が推奨されて
いる。本邦においてMDR-TB治療に優先される抗結核薬はLVFX、BDQに次いでLZDとさ
れ、EB、PZA、DLM、CSを加えた薬剤の感受性を確認することが推奨されている。しかし、
これら薬剤のMIC感受性判定基準は必ずしも明確でない。【目的】MDR-TB株に対する各種
薬剤（MFLX、LZD、BDQ、DLM）のin vitro活性をMICプレートによる微量液体希釈法で
検証し、得られたMIC分布をBACTEC MGIT 960を用いた比率法による耐性基準と比較
することで、MIC耐性カテゴリーを決定する。【方法】高まん延国フィリピンから分離され
た多剤耐性結核菌188株（MDR-TB 151、XDR-TB 37）を対象とした。CLSI M24 3rd に
基づき、MICの測定範囲を設定した。耐性の基準濃度はWHO 2018に準拠した。【結果】
MIC50およびMIC90は、MFLXで順に0.5と2 mg/L、LZDで0.5と0.5、BDQで0.125
と0.5、DLMで0.015と0.03であった。技術的不確実性の領域または中間カテゴリーは、
MFLXで1 mg/Lに設定された。MGIT耐性率は順に17.8%、0.5%、1.1%、0.0%、暫定
MIC耐性率はMFLX 18.4%、LZD 8.0%、BDQ 0.5%、DLM 0.5%となり、LZDのMIC
耐性はMGITの結果と乖離がみられた。【考察】今後、さらに耐性菌株を増やした検証を行
うと同時に、MICと治療効果およびPK/PD パラメータとの相関を検討する必要がある。

P2-114-5
肺Mycobacterium avium complex症および肺結核の混合感染をきたし
た一例
山本∙光紘（やまもと∙みつひろ）、池内∙智行（いけうち∙ともゆき）、唐下∙泰一（とうげ∙ひろかず）、冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）

NHO 米子医療センター呼吸器内科

症例は77歳、男性。20XX年10月より発熱あり解熱剤等での対症療法で経過をみていた。
徐々に食思不振が出現したため、11月に近医受診。胸部レントゲン検査にて両側肺野網状
影、右側胸水を認め、当科紹介となった。胸部CT検査では右側胸水に加え、右中下葉主
体に気管支に沿った粒状影と左下葉の浸潤影を認めた。血液検査にて、Mycobacterium 
avium complex（MAC）抗体陽性、interferon-gamma release assay陰性、喀痰抗酸菌
塗抹陰性であり、肺MAC症を疑い外来通院の方針としていた。翌年2月の胸部CT検査に
て左肺野粒状影が拡大、左下葉の空洞影が出現したため、肺MAC症増悪を疑った。診断確
定のため左舌区の気管支洗浄を施行した。洗浄液の抗酸菌塗抹は陰性であったが、PCR検
査にてMycobacterium intracellulareおよびMycobacterium tuberculosisが同時に陽
性となり混合感染と診断した。空洞陰影があるため入院勧告の対象となり結核病棟を有す
る総合病院への転院となった。抗酸菌の混合感染としては非結核性抗酸菌間での報告は多
い。しかし、MACとM.tuberculosisの同時期の混合感染の報告は稀である。また、臨床
症状や画像所見から肺結核感染混在の十分な否定は困難であり日常臨床でも注意が必要な
症例として文献的考察を交えて報告する。

P2-114-4
2023年までの10年間での当院における抗酸菌検出状況
天野∙亜希（あまの∙あき）、下花∙純一（しもはな∙じゅんいち）、山根∙佳純（やまね∙かすみ）、西村∙俊直（にしむら∙としなお）

NHO 東広島医療センター臨床検査科

【はじめに】当院は広島中央医療圏域に位置し、結核病床を有している。今回、抗酸菌検出状
況について調査したので報告する。【対象・方法】2014年から2023年までに当院で抗酸菌
培養検査を行った5,011名（重複患者を除く）を対象とした。同一菌が複数回検出された場
合は初回のみ、別菌種が検出された場合はそれぞれをカウントした。非結核性抗酸菌（NTM）
については、喀痰から同一菌が2回以上陽性となった割合も調査した。【結果】陽性となっ
たのは725人（陽性率14.5％）、739株で、分離株の内訳は結核菌35.0％、NTM65.0％
であった。結核菌検出数は男女ともに80歳代が最も多く、検出率は減少傾向であった。
NTMは男性44.4％、女性55.6％と女性に多く、検出率は増加傾向であった。NTM（480
株）の内訳はMycobacterium avium complex（MAC）68.1％、M. lentiflavum 5.6％、
M. abscessus 4.0％、M. fortuitum 3.5％の順であった。M. kansasii は0.4％と低い検
出率であった。喀痰から同一菌が2回以上検出された人の割合はMAC 57.6％（166/288）、
M. abscessus 60.0％（9/15）に対し、M. lentiflavum 、M. fortuitum はそれぞれ7.7％

（2/26）、13.3％（2/15）と低かった。【まとめ】2020年2月から2023年3月まで結核病
床を休床していたため、結核菌の検出状況は今後再検証する必要がある。質量分析による
菌種同定（外部委託）導入以降、臨床へ報告する菌種は増えた。ヒトに対する病原性が稀ま
たは、ないとされる菌種のなかにも起因菌と考えられているものもあった。自施設の検出
状況を知り、院内で情報共有することが重要である。また、他施設と比較することができ
れば、地域性も明らかにできると考える。

P2-114-3
HIV陽性者の受診中断・再開・継続理由とその心理的背景に関する研究
神野∙未佳（じんの∙みか）1、安尾∙利彦（やすお∙としひこ）1,2、西川∙歩美（にしかわ∙あゆみ）2、森田∙眞子（もりた∙まこ）2、
冨田∙朋子（とみた∙ともこ）2、宮本∙哲雄（みやもと∙てつお）2、水木∙薫（みずき∙かおる）2、牧∙寛子（まき∙ひろこ）2、
渡邊∙大（わたなべ∙だい）1

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター、2NHO 大阪医療センター臨床心理室

【目的】HIV治療には定期通院が必要だが、受診中断に陥る患者も存在する。そこで、受診
継続のための介入方法を開発するため、受診中断・継続の背景を明らかにする。

【方法】当院通院中のHIV患者のうち、半年以上の受診中断歴がある群と継続受診している
群各13名に、P-Fスタディと受診中断・再開・継続の理由を問う質問紙を実施した。

【結果】受診中断の主な理由は「症状がなく受診の必要性を感じなかった」（62%）「時間が
なかった」（54%）「精神状態の悪さ」「経済的理由」（各46%）であった。受診再開の主な
理由は「時間ができた」「受診の意欲が出た」（各39%）「経済状況の改善」（31%）であった。
受診継続の主な理由は「健康悪化の防止」（92%）「時間を作れている」「HIVに向き合おう
と思っている」（各77%）であった。継続理由のうち「時間を作れている」と答えなかった人
は答えた人に比べ、主に他罰E（ z  =2.49,  p  ＜.05）と他責固執e（ t  =2.47,  p  ＜.05）
が低く、無責逡巡M’（  t  =3.13,  p  ＜.01）と自罰I（ z  =-2.06,  p  ＜.05）が高かった。
また、標準化された数値と比べ、1SD以上他罰Eが低く、無責逡巡M’が高かった。

【考察】受診中断は時間・精神・経済的問題から生じやすく、受診再開や継続のためには時間・
経済的問題の解決に加え、受診意欲や病気に向き合う姿勢が重要であることが示唆された。
また、自責的思考が少なく、気持ちや意見を適度に表明し他者に問題解決を求められる人
の方が、受診の時間を意識的に捻出できていることが示された。以上より、受診中断につ
ながる時間的問題を解決するには、問題の原因帰属や解決、意見の主張に焦点付けた介入
が重要と考えられる。
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P2-115-3
診療情報管理士による電子カルテ文書の管理状況の改善のための取り組み
森崎∙宗一郎（もりさき∙そういちろう）1、平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）1,2、上田∙郁奈代（うえだ∙かなよ）1、
一瀬∙貴宏（いちのせ∙たかひろ）1、帖佐∙晴美（ちょうさ∙はるみ）1、石井∙紀子（いしい∙のりこ）1、真弓∙奈都美（まゆみ∙なつみ）1、
尾崎∙大樹（おざき∙たいき）1、松井∙佐都美（まつい∙さとみ）1

1国立循環器病研究センター医療情報部、2国立循環器病研究センター情報統括部

【はじめに】2019年の電子カルテシステム更新時に、文書管理システムは別システムへ変更
となった。システム更新の準備中から、文書管理システムの運用について診療情報管理士
が積極的に関与し、間違いのない記録や医療の質確保を行うための取り組みを行っている。

【方法】文書管理システムで管理している文書のうち、院内文書の作成にあたっては申請後
に診療情報管理士によるチェックを行い、登録・公開する運用とした。診療情報管理士は、
文書自体の構成、診療報酬に関連するものは必要項目の確認、同意書等の患者向け文書は
署名の有無や必要項目の確認を行う。また、入院基本料等加算のような実施時に算定が発
生する項目についてはシステム的な自動判定が困難なため、コスト連携発生や文書保存進
捗を可視化することで算定漏れを防止した。【結果】本取り組みにより、院内文書の件数把
握などの管理が容易となった。また、記録の確保や署名漏れの防止など、算定漏れへの対
応などにつながっていることが確認できた。既に利用している院内文書は、診療報酬改定
等による記録の追加・修正を診療情報管理士から提案が可能となった。【考察】院内文書の
質の向上により、一定程度の効果が得られた。作成済み文書の版数管理が行えない、文書
システムによる設定内容を一元管理する機能がないことから、文書修正時の設定漏れが発
生するケースがあることが分かった。【まとめ】今後、文書システムの全体的な運用の見直
しと、記録のための文書と患者向け文書を差別化して管理する必要があり、現在抱えてい
る課題と併せて運用・システム面を含めた改善ができるよう取り組みを継続していく。

P2-115-2
RPAを活用した退院時サマリ督促業務の効率化
尾崎∙大樹（おざき∙たいき）、松井∙佐都美（まつい∙さとみ）、一瀬∙貴宏（いちのせ∙たかひろ）、上田∙郁奈代（うえだ∙かなよ）、
平松∙治彦（ひらまつ∙はるひこ）

国立循環器病研究センター医療情報部

【背景・目的】国立循環器病研究センターでは2016年9月より、退院時サマリ（以下、サマ
リ）記載の督促を診療情報管理士が実施している。督促はメールにより行っているが、対象
医師約15名へ毎日の送信となるため、業務負担が大きいことが課題である。本報告では、
RPA（Robotic Process Automation）を活用したサマリ督促業務の効率化について報告す
る。【方法】RPAツールとして導入していたWinActorを使い、督促対象医師にメール送信
するRPAシナリオを作成した。作成したシナリオは、督促業務専用のメールアドレスを用い、

「職員番号」と「所属診療科」の情報を含んだ督促対象医師リストから、督促対象の医師とそ
の所属診療科上長のメールアドレスを取得して、サマリ作成依頼を記載した本文に追加し
て送信する。【結果】2023年10月～ 2024年4月でRPAを用いた督促を行った結果、従来
に比べて約51時間の作業時間を短縮できた。具体的には、メールの作成、送信前のチェッ
クなどの業務が不要となり、担当者の業務負担の軽減につながった。また、サマリ完成率
は14日以内95%以上を達成しており、業務負荷が大きく督促の廃止も検討していたが、
本取り組みにより今後も継続的な督促が実施でき、完成率の維持に寄与できるものと考え
ている。【終わりに】RPAにより退院時サマリの督促に関する作業時間短縮などの負担軽減
が可能であることを示した。今後も診療情報管理士業務のRPA化を検討し、業務効率化を
進めていく予定である。

P2-115-1
医用画像表示モニタ品質管理業務の整備に向けた取り組み
高橋∙海翔（たかはし∙かいと）、三品∙昌仁（みしな∙まさみ）、阿部∙喜弘（あべ∙よしひろ）

NHO 仙台医療センター放射線科

【背景】医用画像表示モニタの品質管理に関しては、定期的な不変性試験（目視試験、測定試
験）を行うことが求められている。また品質管理の必要性を認識している施設は多いが、品
質管理のツールがない、知識が不足している等の理由で、実施率は低いことが報告されてい
る。さらに、品質管理を外部委託することで高額な費用が発生してしまう。当院において
は、測定試験はモニタ品質管理ソフトウェアを使用して行っているが、目視試験は作業者
が明確化されておらず、モニタも多いため、充分に行えていない。そこで我々は医用画像
表示モニタ品質管理業務の整備に向けた取り組みを行った。【目的】医用画像表示モニタ品
質管理業務の整備を行うことである。【方法】医用画像表示モニタ管理業務の年間スケジュー
ルを計画し実施する。作業者は医療情報技師資格を持つ診療放射線技師2名とした。業務内
容は不変性試験の目視試験とした。点検対象は、医用画像表示モニタ150台（外来113台、
病棟37台）とした。目視試験は年間スケジュールで各月なるべく均等なるように150台を
分割し、かつ作業者で分担して、各モニタを年1 回実施する日程で行った。モニタ品質管
理ソフトウェアはRadiCS ver.5（EIZOサポートネットワーク株式会社）を使用した。【結
果】作業者は診療放射線業務など他業務の状況を加味する必要があったが、分担して品質管
理を実施することで大きな負担にはならなかった。また点検対象のモニタ数が多かったが、
年間スケジュールで分割することで、超過勤務時間が多くならなった。【結論】医用画像表
示モニタ管理業務を計画し実施することで、円滑な管理業務を行えることが示唆された。

P2-114-7
外傷手術件数の推移から見たCOVID-19流行期の社会レジリエンス
藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1,2、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、日吉∙尚（ひよし∙なお）1、
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター機能形態研究部

【目的】わが国では2020年2月に初のCOVID-19患者が確認され,以来2023年5月に5類
への変更がなされるまでに3年余りの期間コロナ禍に悩まされた.この間休校やイベント
自粛など日常生活の制限がなされ,医療機関には緊急を要さない手術延期などが求められ
た.ここではCOVID-19流行前と流行中の外傷手術の変化を検討し,流行による社会生活
の変化とその回復について考察する.【方法】調査対象は地域救急医療を担う病床数350床
以上の総合病院12施設の外傷手術件数で,全身麻酔および脊椎・局所麻酔を受けた形成外
科緊急手術患者数の推移をCOVID-19流行前の5年間と流行中の2020-2023年で比較し
た.【結果】COVID-19流行前5年間の外傷手術患者数の平均は4279人で,95％信頼区間は
3768 ～ 4790であった.流行初年度の2020年は3825人と有意に減少しており,その内
訳は腰椎/局所麻酔患者が2754名と, パンデミック前の平均数3375人,95％ CIは3216-
3534と比し有意に減少していた.しかしこの傾向は流行2年目の2021年以降は速やかに
回復し,流行前の手術数のレベルとなっていた.【考察】COVID-19流行期間は医療資源が逼
迫し手術抑制が推奨された.しかし外傷を患う救急患者の手術を避けることはできないため,
救急外傷に関しては医療側の都合で手術を中止することはできない.従って流行初年に,特
に脊椎麻酔または局所麻酔で手術可能な軽微な外傷手術が減少したのは,そもそもの患者数
が減ったことが原因であると考えられる.これは人々が家庭内滞在（SAH）を守り,外出を控
えたことが原因と考えられる.しかし翌年の2021年以降は人々が流行に慣れ,ワクチン接
種が普及するにつれて,社会活動性が増加し軽微な外傷が増加したと考えられた. 
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P2-115-7
teamsを利用したSEレベル向上を目指したQC活動、および第4期
HOSPnet移行に向けた情報共有について
叶谷∙信治雄（かのや∙しずお）1、白永∙由紀子（しらなが∙ゆきこ）2、上間∙康広（うえま∙やすひろ）3

1NHO 西新潟中央病院医療安全・医療情報管理部、2NHO 近畿中央呼吸器センター医療情報管理室、 
3社会医療法人かりゆし会ハートライフ病院事務部企画室

国立病院機構において、システムエンジニア（以下SE）は正規職種とは認められておらず、
非常勤職員、もしくは委託雇用、診療情報管理士との兼任などで雇用されており施設内地
位が低く、システム運用ポリシー策定など（嫌がられるシステム制限）に踏み切る際など
に、自分自身の判断が正しいのかの判断をする際に、同一価値観をもつ相談相手がいない
ことが悩みである施設が多くあります。同じ国立病院機構内でシステムエンジニア業務を
遂行している仲間を見つけることは、全SEの悲願といっても誇張ではない状況です。演者
3名は当初電子カルテのユーザ会から相互情報交換を初めておりますが、ベンダー主催の
会では言えないこともあり、これと独立したコミュニティを構築しました。当初メーリン
グリストから始めましたが、その後skypeへ移り、SE勉強会主催や、国病学会を通じて仲
間を増やし、現在は3期HOSPnetから利用可能となったteamsを主としたコミュニケー
ションの場として活用して活動をしております。活動目的として、国立病院機構に属する
システム運用・管理者の技術レベル、セキュリティモラル向上を掲げており、今回の第4期
HOSPnet移行においても密な情報連携を行っております。teamsを使ったコミュニティは
同様に他の密接な情報共有にも有効ですので、ここで紹介したいと思います。

P2-115-6
第4期HOSPnet診療系プラットフォーム利用による施設間の遠隔病理診
断システム構築について
北口∙英明（きたぐち∙ひであき）

NHO 南京都病院事務部企画課

【目的】当院は、病理医の不在のため手術時の術中迅速病理診断について近隣の医療機関と
委託契約を締結の上、平成20年頃から遠隔による病理診断を実施しているが、今回、依頼
先医療機関の病理医の高齢化により診断の継続が困難となる見込である。仮に遠隔病理診
断が不可能となった場合、当院の呼吸器外科手術が立ち行かい状況となる。【方法】遠隔病
理診断システムを構築するに当たり同じNHO内の京都医療センターへ術中迅速の病理診断
を依頼。遠隔病理診断を開始するに当たり依頼先からも遠隔で操作の可能なバーチャルス
ライドシステムを導入し、専用回線については機構本部の協力を得て第4期HOSPnet診療
系プラットフォームを利用することとした。【効果】新システムの導入による効果について
従前のシステム利用時との稼働状況、業務の効率性等について関係職員にヒアリングを行
いデータとして纏めることとする。【結論】上記問題点について病院間にて協議検討を重ね、
システム構築の完成を目指すこととする。また今回のシステム構築により得られた成果に
ついて機構本部等へ情報提供し他グループでも利活用できるよう情報提供を行っていくこ
ととする。

P2-115-5
看護必要度に関わる算定の向上と業務時間の短縮ITシステムサポートを利
用して
人見∙暢彦（ひとみ∙のぶひこ）

NHO 東近江総合医療センター看護部

【目的】令和5年度に当院全体で取り組んでいるDX化のひとつとして、看護部からは看護必
要度の集計結果のデータ化とデータから得られる見直し患者のリストを自動化し、当該部
署へ見直しを依頼した。それまでは当該部署で看護師が一人ずつ確認を行っていたため業
務負担が大きかった。導入した結果、看護師職員の業務時間の短縮と看護必要度算定の向
上に繋がったため報告を行う。【方法】RPA（Robotic　Process　Automation）システムを
使用し、看護必要度集計と集計結果から得られたデータを基に、看護必要度の見直しが必
要と考えられる患者のリストアップを自動化した。院内メールにて各部署に報告をし、副
看護師長が主導となって看護必要度の見直しを行った。【結果】RPAシステムによって職員
の業務作業時間が年間90時間短縮することができた。また、看護必要度B項目の算定数が
約50％から約60％に向上した。【考察】看護必要度の集計は電子カルテシステムにより結
果を出すことはできていたが、データの活用や各病棟への注意喚起、見直し作業のお知ら
せまで自動化できるとは当初考えられていなかった。今後ITシステムの利用のためには業
務内容を詳しく知っていること、ルーチンワーク化されている業務と看護師が直接判断し
ないといけない業務を分離。対応できるシステムを構築する他業種、他部署との連携を行い、
今後一層のDX化を推進していく必要がある。【結論】看護必要度に関わる業務内容の一部を
自動化することで、職員の業務作業改善、看護必要度が向上した。

P2-115-4
ミニマムコストを目指した第4期HOSPNET移行事例について
叶谷∙信治雄（かのや∙しずお）

NHO 西新潟中央病院医療安全・医療情報管理部

第4期HOSPnet移行における本部推奨手段は共同調達端末を購入することによる全端末入
れ替えである。これに伴う廃棄扱い端末のデータ抹消のケアまで提供されており非常に手
厚い準備がなされていた。しかり当院の状況として、稼働端末250台あまりをすべて共同
調達に入れ替えできる体力は無く、また稼働端末の8割以上がWindows11に移行可能で
あることから、業務系HOSPを使うユーザを除くすべての端末は一切購入せず既存端末か
ら移行することを目標に移行計画を立案した。事前情報から端末1台の設定所要時間を1時
間と見積もり、最大作業可能人員が5名であることから、ゴールデンウィークに作業を行わ
ざるを得ないと判断し、この日程で計画を遂行することとした。本件では移行計画の詳細、
並びに知り得た知見を報告する。
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P2-116-3
重症心身障がい児（者）病棟看護師の患者対応に関する陰性感情の意識調査
阿部∙有希（あべ∙ゆうき）、小野∙友美（おの∙ともみ）、竹田∙紗由美（たけだ∙さゆみ）、吉田∙憲生（よしだ∙のりお）、
渡邉∙直美（わたなべ∙なおみ）

NHO 米沢病院看護部

1.はじめにA病棟では脳性麻痺やダウン症、染色体異常の疾患、理解力やADLの低下等、様々
な疾患を持つ重症心身障がい（児）者（以下重症（児）者）の入院患者が増加した。危険行動の
ある患者の観察や個別ケア、患者対応への時間が増加し看護師は陰性感情を抱きやすい状
況があった。入院患者層が変化したことで、患者対応でどのような陰性感情を抱いている
か調査したため報告する。2.目的重症（児）者病棟の患者対応における看護師の陰性感情の
実態を明らかにする。3.研究方法研究方法：質的研究　独自に質問紙を作成、カテゴリー
別に分類し分析する。データ収集期間：令和5年11月対象者：A病棟看護師・准看護師27
名A病棟看護師に対し研究目的や方法について説明し同意を得た。本研究は院内の倫理審
査委員会の承認を得た。4.結果・考察陰性感情を抱いた経験は9割が「ある」と回答、陰性
感情の種類は「苛立ち」が22件と最も多く1つの場面で複数の陰性感情の回答があった。陰
性感情を抱いた場面をカテゴリー化した項目の中では「看護師の身体に影響が及ぶもの」が
12件と最も多かった。重症（児）者は知的障害や精神発達遅滞があり自分の思いを言葉で訴
えられないことで、遊びが身体に影響を及ぼす行為となり感情表現として他害行為が生じ、
その身体的苦痛が看護師の苛立ちへの感情につながったと考える。5.結論　看護師のほと
んどが患者対応の中で陰性感情を抱いたことがあった。患者の特徴や個別性を理解するだ
けでなく、自分が抱いた陰性感情を自覚しながら、日々のカンファレンスで意見を出し合
い患者情報を共有し自分の行動を振り返り患者や自己理解を深めていきたい。

P2-116-2
重症心身障害児（者）の終末期ケアを行った熟練看護師の倫理的ジレンマと
その解決方法－3名の看護師のインタビューから－
赤塚∙綾乃（あかつか∙あやの）1、谷口∙あゆみ（たにぐち∙あゆみ）1、橋本∙香織（はしもと∙かおり）1、川島∙珠実（かわしま∙たまみ）2、
牧江∙俊雄（まきえ∙としお）1

1NHO 鈴鹿病院重症心身障がい（者）病棟、2三重県立看護大学看護学部看護学科

【目的】重症心身障害児（者）（以下、重症児者）の終末期ケアを経験する熟練看護師の倫理的
ジレンマと解決方法について明らかにする。【方法】看護師経験10年以上で重症児者の看護
経験5年以上、かつ終末期ケアを行った3名に半構造化面接を行った。逐語録から「倫理的
ジレンマ」と「その解決方法」に相当する語りを抽出し、コード化した。意味内容の類似性と
相違性に従ってカテゴリ分類した。【結果】生成したカテゴリは、『日々、大なり小なり倫理
的ジレンマを感じながら援助している』『重症児者が言葉で訴えることができないため、苦
痛を汲み取ることが難しく、後悔が残る』『医師の治療方針に納得できなかったが、何もで
きなかった』『医療者と家族との関係性次第で最期の希望に添えない』『重症児者が最期を
迎える時までに重症児者の希望をできる限り叶えたい』『重症児者にとって最善を追求する
ことで倫理的ジレンマを解決している』の6つであった。【考察】重症児者病棟では在院日数
が数千日を超える。看護師は、医療スタッフであると共に家族や患者と接する時間が長く、
倫理的ジレンマを感じやすい。また重症児者が終末期を迎えた際、その苦痛を汲み取れな
いことで、より葛藤していた。これは、重症児者は意思や苦痛を表出できないため、看護
師は自身の解釈が正解かを常に自己問答していることが一因と考える。また、医師の治療
方針に納得できない場合や医療者と家族との関係が十分に築けていない場合、看護師は橋
渡しの位置にいるため、ときに重症児者の最期の希望に添うことに苦慮していた。この時、
重症児者の尊厳を守りぬこうとすることで倫理的ジレンマの一部を解決していたと考えら
れる。

P2-116-1
重症心身障害児病棟で短期入院を利用する医療的ケア児が治療入院へ移行
しないために必要な要素を探る
大橋∙賢蔵（おおはし∙けんぞう）、増田∙志伸（ますだ∙しのぶ）、井上∙敬太（いのうえ∙けいた）、丸箸∙圭子（まるはし∙けいこ）

NHO 医王病院小児科

【目的】重症心身障害児A病棟において短期入院を利用する医療的ケア児Bが、短期入院中
に呼吸状態が悪化し、治療入院へ移行するケースが2023年に4件続いた。医療的ケア児B
が短期入院を利用する際に注意していることをスタッフにインタビューし、治療入院へ移
行しないための要素を明らかにする。【対象】A病棟OJTラダーレベル3以上（看護師経験年
数8年以上）の病棟勤務看護師11名。【方法】11名の研究参加者に対し10分ほどの半構造
化面接を実施。インタビュー内容は医療的ケア児Bが治療入院へ移行しないために必要な要
素とした。研究参加者の同意を得てICレコーダーに録音し、言語を読み取りカテゴリー化
し た。【結果】【入院時の情報収集】、【自宅と同じような継続的な医療的ケアの実施】、【多
職種連携】、【異常の早期発見】の4つの要素が抽出された。【考察】家族から自宅での医療的
ケアの様子を具体的に聞き、実際に自宅で行っている吸痰やポジショニングを家族に実演
してもらうなど、病院と自宅との医療的・看護的ケアの差を少なくすることで、患児への
身体的・精神的苦痛を最小限にしていくことが重要であると考える。【結論】抽出された4
つの要素のなかで【自宅と同じような継続的な医療的ケアの実施】は全ての研究参加者から
聞かれた要素であり、最も重要な要素であることが明らかになった。

P2-115-8
マイナ保険証利用促進のための取り組みについて～医療DXを見据えて～
有田∙凌央（ありた∙りょう）1、佐伯∙美佳（さえき∙みか）2、福森∙智寛（ふくもり∙ともひろ）3、田村∙豪太（たむら∙こうた）4、
江間∙良治（えま∙よしはる）1

1NHO 鹿児島医療センター経営企画室、2NHO 宮崎東病院管理課、3NHO 鹿児島医療センター企画課、 
4NHO 鹿児島医療センター医事課

【はじめに】医療現場においてマイナ保険証が定着することは、電子処方箋、電子カルテ情報、
予防接種、公費負担医療等、保健・医療・介護の情報を共有可能な「全国医療情報プラット
フォーム」の構築を推進することの端緒となるものである。一方、当院のマイナ保険証利用
率は低迷しており、今後の医療DXを見据えたとき、利用率向上は当院にとっての大きな課
題である。【取組】令和6年1月から検討を開始し、同時にマイナ保険証利用促進に関する各
セミナーへ積極的に参加し情報収集を行った。各種ポスターを患者動線・視点の位置や大
きさを意識して再掲示、また利用促進リーフレットを外来基本スケジュール表と共に渡す
ことで外来患者すべてに配布をするなどの工夫を行った。平行して将来的な医療DXの展開
を念頭に、令和6年3月には従来会計時に行っていた保険証確認を受付前に行うよう受付手
順を変更した。また、外来患者が集中する時間帯には、複数の職員を配置し積極的な声掛
けを行うことで、マイナ保険証利用促進のアピールと受付手順変更による混乱の回避を図っ
た。特に声掛けについては「健康保険証をお持ちですか？」から「マイナ保険証をお持ちです
か？」へ意図的に変更した。【経過】基準日である、令和5年10月時点のマイナ保険証利用
件数は433件であった。令和6年3月から取り組みを開始し、3月の利用件数は1,469件、
4月の利用件数は1,844件と右肩上がりとなっている。【課題】利用率の向上という点では
予想以上の結果が得られているが、時間帯によっては、患者の待ち時間が長くなるなどの
新たな問題点も出てきている。患者満足度を落とさないため、次なる取組について検討し
ているところである。
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P2-116-7
重症心身障がい児（者）病棟における摂食機能療法の現状と看護師の思い
山本∙健太（やまもと∙けんた）、山口∙和幸（やまぐち∙かずゆき）、金子∙大輝（かねこ∙だいき）、中村∙裕樹（なかむら∙ゆうき）

NHO さいがた医療センター看護部重症心身障碍児者病棟

【はじめに】A病院の重症心身障がい児者（以下：重症児者）病棟では、摂食嚥下機能の低下
がみられている40名を対象に摂食機能療法を実施している。重症児者の摂食機能療法は早
期に効果が現れにくく長期的な評価が必要であるため、看護師は摂食機能療法に対するや
りがいを感じにくく、実施にも影響を与えていると考えた。本研究により重症児者病棟に
おける摂食機能療法の現状と看護師の思いが考察されたため報告する。【方法】重症児者病
棟で摂食機能療法を行っている看護師の属性・知識・技術・思いに対する内容を質問紙でデー
タ収集した。回答内容から摂食機能療法についての理解や、思い、技術の内容を抜き出し、
コード化、類似と差異の比較による分類からサブカテゴリーを作成、さらに分類してカテ
ゴリーを生成した。【結果】37名に質問紙を配布し、27名から回答が得られた。摂食機能
療法に抱く思いとして【成果の有無への意識・関心】【QOLの尊重】【不安】【学びへの意識】【不
満】【業務や経営を優先したい思い】のカテゴリーが抽出された。【考察】A病院の看護師は、
患者に大きな機能低下が見られないこと、機能維持ができていることに喜びを感じており、
経口からの食事摂取が継続できるよう、機能維持を目的に摂食機能療法を実施することで
やりがいを見出していると考える。しかし、摂食機能療法を実施していても、摂食機能が
向上しないことから成果を感じることができていない看護師もいた。訓練効果が現れにく
いことや、効果が現れていても看護師が摂食嚥下機能の評価ができないことにより、患者
に効果がないと判断してしまい、やりがいを見いだせないことに繋がっていると考える。

P2-116-6
重症心身障害児（者）のケアに従事する若手看護師の看護の特殊性に対する
思い
川崎∙沙也（かわさき∙さや）、相川∙奈 （々あいかわ∙なな）、熊井戸∙春花（くまいど∙はるか）、新井∙正美（あらい∙まさみ）、
宍戸∙明日香（ししど∙あすか）

NHO 東埼玉病院小児科

【序論】当病棟は重症心身障害児（者）（以下、重症児（者））である。筆者らは、当病棟にお
いて、退職や病棟異動をする看護師の中に、若手看護師が多いことに疑問を感じた。同時に、
退職や異動を考えた背景には重症児（者）病棟の特殊性が関係していると考えた。若手看護
師の仕事満足度に影響する要因を調査することで、重症児（者）のケアに従事する若手看護
師の看護の特殊性に対する思いが、仕事のモチベーションと継続意思に影響する要因を明
らかにする。【方法】研究方法は質的記述的研究である。A病棟の臨床経験5年目以下の看護
師11名を研究対象とした。データ収集方法は研究者2名で対象者1名にインタビューガイ
ドに沿った半構造化面接を行った。分析方法は面接内容を逐語録として起こし、カテゴリー
化を行った。【結果・考察】同意を得られた9名を対象とした。分析結果は6カテゴリーから
なる16サブカテゴリーで構成された。最も多く語られたのは【多様な人間関係】であった。
仕事継続意思に影響する要因において、重症児（者）病棟における看護の特殊性は関係して
いなかった。筆者らが想定していた重症児（者）病棟の特殊性の影響はなかった。人間関係
の悩みは、若手看護師にとってストレスとなり、離職願望へ繋がる要因になることがわかっ
た。【結論】仕事への継続意思に影響する要因に、重症児（者）病棟における看護の特殊性は
関係していなかった。仕事のモチベーションと継続意思に影響する要因は人間関係であっ
た。そのため仕事のモチベーションを高め、より良い看護の提供に繋げるためには、職場
内において良好な人間関係を構築することが重要である。

P2-116-5
重症心身障害者病棟における中堅看護師のモチベーションを高めるために
～キャリア・アンカーを基盤として～
石井∙亮太朗（いしい∙りょうたろう）

NHO 千葉東病院看護部

【目的】
重症心身障害児者病棟の中堅看護師が自らのキャリア・アンカーを認識し、自分自身がど
のような看護師になりたかったかを再認識させ、モチベーションアップにつながる影響要
因を知ることで支援のあり方を検討し、評価する。

【方法】
中堅看護師（4 ～ 15年目）にキャリアマップの作製を行ってもらう。キャリアマップをもと
にインタビュー内容を検討する。半構成的インタビュー形式にて質問を行い、看護師とし
て生涯における自己のキャリア・アンカーやモチベーション上昇・低下時の要因を明らか
にする。インタビューで得られたデータをカテゴリー化し、分析する。

【結果】
インタビュー内容から逐語録を作成し、影響要因のカテゴリー化を行った。カテゴリー化
した影響要因から病棟での支援方法を検討した。カテゴリーの内容から、必要な病棟での
支援として「責任世代でも上司・先輩看護師からのフォロー体制を整える」「自己特性を再
度認識させ、自己の成長を促す機会を設ける」ことが必要になってくると考えられる。先行
研究から「中堅看護師のキャリアを支援するには、発達段階や動機づけ要因を重視したきめ
細かな支援が必要である」と示唆されていることから、キャリアマップをもとにキャリア・
アンカー、モチベーションへの影響要因から病棟での支援方法を検討することは有用であっ
たと考える。

【考察】
中堅看護師がキャリアマップ作成・インタビューを通して自らのキャリア・アンカーを再
認識することができた。キャリアマップ・インタビュー内容からモチベーションへの影響
要因を抽出することができ、影響要因から経験年数別（1 ～ 15年目）の支援のあり方を検討
することができた。

P2-116-4
重症心身障害児（者）の生活環境に対する環境整備の意識調査
川西∙瑞希（かわにし∙みずき）、細木∙裕美（ほそき∙ひろみ）、吉武∙亜彩妃（よしたけ∙あさひ）、渡邉∙美佳（わたなべ∙みか）、
須藤∙鈴佳（すどう∙すずか）

NHO 三重病院看護科

【はじめに】当病棟の重症心身障害児（者）は、重症度も高く自身で環境を整えることが困難
であるため全介助を要する。しかし、勤務交替前の最終巡回や環境整備が煩雑となる現状
があり、患者のQOLに配慮した看護が提供出来ず、円滑に業務を引き継ぐことが難しい状
況にあった。そこで患者が安全・安穏な生活を過ごすことができるよう環境整備に対する
意識調査を実施した。【研究方法】対象：病棟看護師　方法：アンケート調査を実施　調査
期間：令和5年11月20日～ 30日　調査内容：経験・配属年数より生活環境への配慮を主
とした意識調査とし各項目は「出来ている」「出来ていない」または「必要」「必要ない」まで
の2件法。その他複数選択、自由記述とし具体的理由を求めた。分析方法：各質問項目に
対する回答を単純集計した。【結果】引継ぎ時の生活環境の整備が必要であると96％回答が
あった。環境整備に対する認識の違いより、勤務交代前の最終巡回における8つのケア項目
の全てを実施できているが57％、実施できていないが43％であった。経験・配属棟年数に
関係なく、優先順位の高い上位項目は1.呼吸器管理2.吸引3.体温調整の3つであった。看
護師経験年数が長くても重心病棟の経験が短いほど意識や実施率が低い結果となった。自
由記述より次勤務者への負担軽減や異常の早期発見、安全安楽への意識はある、物品補充
やベッド周囲のゴミ・タオルの交換は生命に直結しない等があった。【考察】今回の意識調
査より、各スタッフの環境整備における必要な項目への共通認識の違いが実施率の低さに
関係している。具体的な指標があれば患者の生活環境は標準化され誰もが同じように整え
られるのではないかと考える。
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P2-117-3
経管栄養の準備時間短縮への取り組み～直接的ケア時間の確保～
埜邉∙雪乃（のべ∙ゆきの）

NHO 南京都病院小児科

【はじめに】A病棟の看護師は40名前後の患者に対し、1日4回の経管栄養の準備、実施を
行っている。経管栄養の準備時間は、看護師2名で行い1回につき約40 ～ 60分要している。
今回、直接的ケア時間の確保を目的に、経管栄養の準備時間短縮に取り組んだので報告する。

【方法】経管栄養の準備工程で、所要時間が多い内容と短縮できる内容を検討した。41名の
患者に対し、変更前の注入パックへ直接氏名を記載する方法では、看護師1名あたりの所要
時間が5分から15分であった。そこで、患者の名札を貼った洗濯バサミを作成し（以下ネー
ムプレートとする）、注入パックへ留める方法に変更した。1チームで実施した看護師19名
から無作為に4名を選出し、変更前と変更1、2か月後に、経管栄養準備時間を計測した。
また19名の看護師に、準備時間で確保できた直接ケアの内容についてアンケート調査を実
施した。【結果】看護師4名とも、注入パックへの氏名表記方法変更後、準備時間が5分5秒
から15分17秒時間短縮ができた。また、確保できた時間で、モニターのアラーム対応や、
点滴確認、吸引や食事介助、排泄介助等の直接的ケア時間の確保ができたとの意見があった。

【考察】経管栄養の準備工程で、所要時間が多い内容と短縮できる内容を検討し取り組んだ。
A病棟は慢性期病棟であり、患者の入退院が少ない。そのため、ネームプレートの書き換え
が少ないことで、氏名表記方法をネームプレートに変更できた。その結果、経管栄養の準
備時間が短縮でき、直接的ケア時間の確保につながった。【今後の課題】ネームプレートの
紛失予防と、スタッフ全員が作成し管理できるよう検討していく必要がある。

P2-117-2
オムツ交換時の陰部ケア方法の変更によるスタッフの業務負担感軽減の取
り組み
飛田∙まき（ひだ∙まき）

NHO 南京都病院看護部

【はじめに】A病棟は重症心身障害者、神経・筋疾患患者が約80％であり、スタッフが実施
するオムツ交換は日勤帯業務の57％を占め業務負担感があった。今回、オムツ交換時の陰
部ケア方法の変更によるスタッフの業務負担感軽減に取り組んだため報告する。【方法】陰
部ケア方法は、変更前の洗浄ボトルでの湯洗浄、ボディソープ洗浄、湯洗浄、ウェットシー
ト拭き取りから、ボディソープ洗浄（湯洗浄なし）、ウェットシート拭き取りに変更した。
期間は1チーム19名の患者に14日間（前7日間、後7日間）実施した。実施後、看護師、
療養介助員12名に業務負担感に対するヒアリングとアンケート調査を実施した。また、変
更した陰部ケア方法の実施、準備、片付け時間を計測し集計した。【結果】看護師・療養介
助員の業務負担感について「腰痛や全身の疲労が減り、身体的負担感が軽減した。」と75％
が回答した。また「ケアや処置の時間確保により、精神的負担感が軽減した。」と83％が回
答した。陰部ケア方法の変更により、実施時間は平均1時間43分から1時間40分と3分削
減、準備、片付け時間は平均29分から20分と9分削減した。【考察】陰部ケア方法の変更
により、実施、準備、片付け時間が削減できた。陰部ケア方法変更後の身体的負担感が軽
減したのは、実施時間が削減でき長時間の体への負担が軽減したためである。また、使用
していた洗浄ボトル数が減り、準備、片付け時間が削減できた。削減できた時間を他の業
務へシフトでき、精神的負担感が軽減したと考えられる。【結論】オムツ交換時の陰部ケア
方法の変更による実施、準備、片付け時間の削減は、スタッフの業務負担感軽減につながる。

P2-117-1
副看護師長会における陰部清拭用ワイプ導入に向けた取り組み～業務の効
率化を通した患者ケアの改善を目的として～
佐々木∙恭兵（ささき∙きょうへい）、岩井∙雅和（いわい∙まさかず）、宇田川∙禎（うだがわ∙ただし）、小山∙美咲（こやま∙みさき）、
原∙道代（はら∙みちよ）、村山∙由紀（むらやま∙ゆき）

NHO 村山医療センター看護部

【はじめに】令和3年度副看護師長会において、看護師が記録等の業務に追われ患者とのコ
ミュニケーション不足となっていることに問題意識を感じていた。そこで業務の効率化に
より患者とのコミュニケーション時間を作ることで患者ケアの改善を図る目的として、陰
部ケアを洗浄から清拭に転換する取り組みを行ったため報告する。【内容及び結果】部署の
現状、メリットとデメリット、副看護師長が取り組む意義等について看護部長へプレゼン
テーションし取り組み開始の許可を得た。その後計画を立案し、マニュアル班（手順作成等）、
物品班（陰部清拭用ワイプの情報収集、コスト試算等）、データ班（評価指標の作成、試用計
画立案等）に分かれ取り組んだ後、令和4年1 ～ 2月患者に試用した。その結果、多くの職
員から「時間短縮につながった」との意見が聴かれ、患者から不具合の訴えや皮膚トラブル、
尿路感染症の増加もなかった。試用を経て一部マニュアルの修正等を行い、看護師長会で
伝達後、令和4年4月より陰部清拭用ワイプが全病棟へ本格導入され、陰部清拭による陰部
ケアへ転換した。その後は手順が守られていない場面があったが改めて周知したことで定
着した。患者とのコミュニケーション時間は、他の業務や患者数、職員数等の影響を受け
るため明確な改善は示せていない。【評価及び課題】副看護師長として部署の現状に問題意
識を持ち、かつ最新の看護ケアや製品の情報を持ち合わせることで、看護ケア方法を見直
し業務の効率化につなげることができたと考える。一方で業務の効率化は手段の一つであ
り、看護の質や患者満足の向上につなげる取り組みや評価を継続して行っていく必要があ
る。

P2-116-8
重症心身障害児（者）の骨折リスク評価スケールを導入し、骨折に対する看
護職員の認識の変化
芦田∙翔悟（あしだ∙しょうご）、辻∙隆佑（つじ∙りゅうすけ）、大槻∙美幸（おおつき∙みゆき）

NHO 紫香楽病院小児科脳神経内科

【はじめに】重症心身障害児者はさまざまな疾患を合併し、四肢、体幹の変形や関節の拘縮、
骨の脆弱性、自傷などの突発的な行動から外傷による骨折も多く、骨折予防は重要な課題
である。当病棟の入院中の重症心身障害児（者）30名中7名に合計11件の骨折の既往があ
る。自部署では、看護職員の骨折要因の認識に個人差があり、アセスメントが浅く、標準
的な看護計画が多いことが問題ではないかと考えた。【研究目的】骨折リスク評価スケール
を導入し、職員の骨折の要因の理解を深め、看護計画の修正やカンファレンスでの発言や
行動に変化があるか検証する。【対象】A病院に勤務する職員28名。【研究方法】1.骨折リス
クの理解度をアンケートで確認する。2.骨折リスクについて勉強会を実施する。3.認識の
変化を勉強会後にアンケートで確認する。4.その後看護計画の内容、カンファレンスの発
言から変化があったのか評価する。【結果・考察】骨折に関する勉強会を実施した。勉強会の
前後にアンケート調査を行い、骨折リスクに対する意識は変化が認められた。知識、危機
管理能力の向上につながったと考えられる。骨折リスク評価スケールの導入は、職員間の
患者情報の共有には適していた。しかし、当病棟の患者の個別性が大きく差異を表すこと
が難しかったと考えられる。勉強会後は全ての患者の看護計画ではないが、個々の特徴が
評価され、追加されているものも認めるようになった。【まとめ】アンケートの導入によっ
て期待できる効果は少ないが、勉強会にて病棟職員の意識変化を促し、個別性のある看護
計画の立案につなげることができた。
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P2-117-7
看護職のワーク・ライフ・バランスの推進　ーインデックス調査を通して―
橘∙緑里（たちばな∙みどり）、樋口∙智津（ひぐち∙ちづ）、川崎∙崇代（かわさき∙たかよ）

NHO 高知病院看護部

看護職の健康と安全を守るために、WLBを推進し、令和元年度からは看護職職能団体の
WLBのインデックス調査に参加している。【目的】インデックス調査よりA病院のWLBに
関する課題を明確にする。【方法】A病院の看護師・助産師（看護師長除く）にアンケートを
配布し、回答をもって同意を得たとし、回収した。アンケートは経営・組織に関すること
7、労働環境に関すること5、上司に関すること3、現在の仕事に対する評価3、満足度（現
在の働き方・生活）2の全20項目で、「そう思う・ややそう思う・あまりそう思わない・そ
う思わない」の4段階での回答とした。令和3年度から3年間の結果を単純集計し、比較検
討した。【結果・考察】令和3年度311名、令和4年度320名、令和5年度273名が回答した。
経営・組織では7項目中6項目が減少しており、特に「今の勤務先の将来に不安がない」に
ついては、そう思う・ややそう思うと回答した人が3年間で12.3％減少した。コロナ禍の
影響と考えられた。労働環境については「業務が終われば気兼ねなく帰ることができる」「有
給休暇は必要に応じて取得できる」など3項目が改善した。勤務希望が叶うことや年次休暇
が取得しやすいなど、WLBがとれていることが示唆された。現在の仕事に対する評価は全
ての項目で50％以上が肯定的な回答であった。上司に関しては、60％以上がよい印象を持っ
ていた。現在の働き方に約50％が満足、現在の生活に約70％が満足と答えており、満足度
に関しては変化なかった。【結論】WLB充実を目指し、柔軟な勤務体制、職場のサポート強
化とともに状況の変化に応じた迅速な対応が継続課題である。

P2-117-6
ハンセン病療養所A園で働く中堅看護師の仕事意欲と関連する要因
窪田∙マキ（くぼた∙まき）、坂口∙一彦（さかぐち∙くにひこ）、衛藤∙ゆかり（えとう∙ゆかり）、中嶌∙洋子（なかしま∙ようこ）

国立療養所奄美和光園看護課

【はじめに】ハンセン病療養所において個別性ある支援の充実には、中堅看護師の実践力や
リーダーシップが鍵となる。中堅看護師らは、仕事意欲を抱いているが自己成長への主体
性や努力感に繋がりづらい傾向があり、仕事意欲を持ち就業継続できるよう支援に繋げた
いと考えた。【研究目的】ハンセン病療養所A園（以下A園とする）で働く中堅看護師の仕事
意欲と関連する要因を明らかにする。【研究方法】1.研究デザイン：量的研究 2.研究対象：
A園看護職員33名 3.調査期間：令和5年8月1日～ 8月31日 4.調査内容：1）基本的属性
13項目 2）仕事意欲測定尺度15項目 3）仕事意欲に影響する因子11項目 4）仕事意欲に影
響するやりがい意欲の因子27項目5.分析方法：単純集計、仕事意欲測定尺度得点は、中央
値にて2群化しX2検定を行った。【結果・考察】A園で働く中堅看護師の仕事意欲の平均値は、
49.4±8.68点であった。個人属性と仕事意欲との関連では、臨床経験年数や全ての項目に
有意差は見られなかった。仕事意欲に影響を及ぼす要因では、約8割は人的・環境的要因へ
の満足度が高く、小規模施設内の人間関係や看護管理者のチーム作りの効果が得られてい
た。仕事意欲と仕事やりがい得点との関連では、「メンバーの不足している知識・技術を把
握しサポートする」「常に看護の創意工夫をする」に有意差が見られた。【結論】A園におけ
る中堅看護師の仕事意欲は、1）将来に向ける意欲が高く、個人属性および仕事意欲に影響
する要因との関連は認められなかった。2）メンバーへのサポート・育成と看護への創意工
夫のやりがいに関連性があった。3）外部研修や組織貢献への意欲が低かった。

P2-117-5
始業前勤務削減の取り組み
細川∙文子（ほそかわ∙あやこ）、中北∙幸（なかきた∙みゆき）、梶川∙悟（かじかわ∙さとり）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

はじめに　A病棟は脳神経内科で主にパーキンソン病患者のリハビリや薬剤調整目的の入院
が約8割を占めており、全ての患者に日常生活援助を実施している。日々変更される内服薬
やADL状況に応じて就業開始直後から業務が始まるため、始業前の超過勤務が多い状況に
あった。業務改善に取り組み適切な勤務時間管理を全スタッフが理解し、始業前勤務時間
の大幅な削減ができたので報告する。目的　スタッフ全員が適切な勤務時間管理を理解し
行動できる　方法　スタッフ全員に始業前業務についてアンケート調査し、業務改善前後
の電子カルテのログイン時間調査を5月と11月に実施　実施および結果　アンケート結果
より、情報収集や内服薬の準備がほぼ全てであった。各勤務の始業後に設定していた情報
収集時間を2倍に時間確保した。また、内服薬準備を日勤帯で集中してできるように変更し
た。申し送る内容も整理し申し送り時間の短縮をはかった。結果、始業前業務時間が日勤1
人平均17.9分から5.6分に、夜勤28.6分が1.4分に減少した。考察　勤務時間管理は職員
各々が理解し、効率的な業務遂行能力を発揮できるようにすることが大切である。今回は
始業前時間に要していた業務内容を洗い出し、適切に時間を確保し、業務を振り分けたこ
とで、スタッフの行動の変化をもたらしたと思われる。頭では理解しても行動するには具
体的な内容と環境の変化を示し、誰もが「出来るかも、やってみよう」のコンセプトが行動
変容に繋がった。まとめ　職員一人一人正しい勤務時間の理解と適切な勤務時間管理を徹
底できるよう今後も業務の見直しおよび調整を随時行っていきたい。

P2-117-4
訪問看護における業務改善の取り組み　～訪問件数を伸ばして超過勤務を
削減する～
霜村∙健（しもむら∙たけし）1、松永∙薫（まつなが∙かおる）2

1NHO 肥前精神医療センター地域医療連携室、2NHO 肥前精神医療センター地域医療連携室

【はじめに】A病院訪問看護部門では、訪問看護が終了し帰院後に記録を行っており、記録
が勤務時間内に終わらず超過勤務が発生していた。今回、ノートパソコン（PC）を活用して
訪問看護の空き時間に記録を行うことと訪問配車予定表の見直しをしたことで、訪問件数
増加と超過勤務削減に至ったので報告する。【取り組み活動・結果】1．記録時間の見直し：
訪問看護時にノートPCを持参し、訪問後の空き時間に車内で記録を行い、帰院後に電子カ
ルテへデータを移行する取り組みを導入した。しかし、データ移行に苦手意識を持つスタッ
フも多く、ノートPCの有効活用が進まなかった。このため、データ移行手順を紙面にまと
め可視化した。また、PC操作が得意なスタッフが率先してノートPCを使用し、苦手なス
タッフにはその都度、手順を説明した。2．訪問配車予定表の見直し：利用者特性や症状か
ら訪問職員数の調整、訪問時間、訪問コースの調整をその都度行っていたが、訪問配車予
定表係2名を選出して修正権限を限定することに変更した。担当者は、副看護師長と情報を
共有し、訪問指示に基づいて訪問計画を確認し修正を行う体制を整えた。これらの取り組
みにより、年間の記録による超過勤務時間は令和4年度の1370分から令和5年度には425
分と69.0％減少した。また、年間の訪問看護件数は令和4年度の3898件から令和5年度
4259件と361件増加した。【考察】新たな方法を導入することに抵抗を示すスタッフもい
たが、スタッフの得意とすることを活かすこと、役割権限を委譲することで、部署全体を
巻き込んで取り組むことができた。今後もスタッフの強みを活かしながら訪問看護サービ
スの向上に努めていきたい。
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P2-118-3
新型コロナウイルス感染症5類移行後の感染症病棟看護師と一般病棟看護
師の認識の相違～態度の3要素による分析～
濱田∙緋奈（はまだ∙ひな）1、岩井∙祐樹（いわい∙ゆうき）1、立石∙恵（たていし∙めぐみ）1、中島∙利恵（なかじま∙りえ）1

1NHO 東近江総合医療センター糖尿病・内分泌内科,消化器内科、2NHO 紫香楽病院外来、 
3NHO 東近江総合医療センター糖尿病・内分泌内科,消化器内科、 
4NHO 東近江総合医療センター糖尿病・内分泌内科,消化器内科

【目的】感染症病棟看護師と一般病棟看護師の新型コロナウイルス感染症に対する意識調査
を行い、認識の相違を明らかにする。【方法】認識の相違を分析する上で、看護師の知識・
技術・態度に着目した。知識や技術は感染管理認定看護師が中心になり教育を実施してい
たため、態度に焦点を当てた。態度の3要素『認知的成分』『感情的成分』『行動的成分』を
もとに、看護師にアンケート調査を行い、比較分析した。【結果】回収率は一般病棟看護師
67.1％、感染症病棟看護師50．0％であった。態度の3要素のうち『認知的成分』『行動的
成分』に大きな相違はみられなかったが、『感情的成分』の質問“新型コロナウイルス感染（疑
い）患者が入院していると不快に感じる”において「そうである」と「とてもそうである」を合
わせた回答率が一般病棟看護師14.9％、感染症病棟看護師50％であり、最も大きな乖離が
みられた。【考察】感染症病棟の看護師が不快に感じた理由として、院内で唯一1度のクラ
スター時に次々と患者が転入し、受け入れ可能数を超えた患者に対応した記憶が蘇ったと
推測する。その他の結果に乖離がなかったのは、一般病棟においても新型コロナウイルス
感染を疑う患者を受け入れており、感染管理認定看護師や感染制御チームの的確な指示の
もと安全な環境で感染対応ができていたためだ考える。これらは、新型コロナウイルス感
染症患者に看護を提供する看護師に対する感情労働への支援ができており、感染症病棟と
一般病棟に大きな差が生じなかったと考える。【結論】態度の3要素において、一般病棟看
護師と感染症病棟看護師の結果に大きな差はなかった。

P2-118-2
一定時間のマスク装着によるマスク内環境の変化と皮膚常在菌数の関連
鷲田∙ていこ（わしだ∙ていこ）1、田中∙留伊（たなか∙るい）2、小宇田∙智子（こうだ∙ともこ）2、菅原∙裕美（すがわら∙ひろみ）2

1NHO 京都医療センター統括診療部、2東京医療保健大学大学院看護学研究科、 
3東京医療保健大学大学院看護学研究科、4東京医療保健大学大学院看護学研究科

【はじめに】新型コロナ感染症の渦中において、感染対策として多くの人が長時間マスクを
装着した結果、肌荒れなどの肌トラブルが増加した。肌荒れは皮膚常在菌のバランスが崩れ、
抗酸化作用が弱まった皮膚環境にマスクなどの摩擦が加わることで、皮膚粘弾性に強く影
響与え引き起こされる。長時間のマスク装着が皮膚常在菌の増殖に影響を明らかにする。【方
法】2種類のマスク装着群を2グループに分け、マスク装着前後に頬部の皮膚常在菌を採取
し、マスク内の温度と湿度、pH等を測定。ファンデーションの使用頻度等についてアンケー
トを行った。皮膚常在菌は24時間培養し、コロニー数で評価した。本研究は東京医療保健
大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施。【結果】マスク装着後の皮膚表面のpHは2種類
のマスクでどちらもアルカリ性に傾いていた。またファンデーションを使用している人で
コロニー数が増加した。【考察】長時間マスクを装着後にマスク内の温度が上昇した人が多
く、皮膚表面の水分が喪失し、油分が過剰に分泌したことで皮膚表面がアルカリ性に傾き、
菌が増殖しやすい環境になったことが明らかとなった。また、ファンデーションの使用頻
度が多い人に皮膚常在菌の増加が多く、ファンデーションの成分が毛穴を密閉させるなど
影響を与えた可能性が考えられた。また、マスク装着前の皮膚表面がアルカリ性であり、
かつファンデーションの使用頻度も多い人では、表皮ブドウ球菌がマスク装着前から多く、
逆に装着前も装着後も弱酸性に維持できた人は、表皮ブドウ球菌、黄色ブドウ球菌ともに
増殖がほとんどなかった。元の皮膚状態を良い状態に保つことが、菌の増殖を抑えると推
察された。

P2-118-1
A病院における食物負荷試験に携わる看護師の不安や負担の要因
山中∙里紗（やまなか∙りさ）、城平∙美香子（じょうひら∙みかこ）、松田∙博美（まつだ∙ひろみ）

NHO 大阪南医療センター産婦人科

[目的]食物アレルギー負荷試験（以下OFC）における先行研究は、患児や家族の視点に立っ
た内容が多く、看護師の不安や負担に焦点を当てたものは少ない。そこでOFCに携わる看
護師の不安や負担の要因を明らかにし、軽減するための方策を導き出す。[方法]期間：令
和4年4月～令和5年3月。OFCに携わった経験のある看護師18人を対象に独自で作成し
た調査票（自記式質問紙表）を用いてアンケートを実施した。結果は単純集計（臨床経験歴や
OFCの担当年数、頻度など）と内容分析法を用いてカテゴリー化した。倫理的配慮：院内
の倫理審査委員会の承認を得た上で実施した。[結果]OFCにあたる看護師が不安や負担を
感じる内容として、【治療過程における不安】【多重業務における負担】が挙がった。その中
で前者は〈副作用への対応〉〈知識不足〉〈安全確保〉〈医師との連携〉の4つ、後者は〈患者
の安全〉〈マンパワー〉に関する2つのサブカテゴリーに分類された。[考察]OFCに関する
知識や経験不足があることに加え、小児は症状の急激な進行により急変するリスクが高い
ことから、判断能力に不安を感じる看護師が多いと考えられる。また、他科患者を看なが
ら複数名のOFCを同時進行し、その過程で異常の早期発見や入退院処理などをOFC担当
者が実施しており、業務が多岐に渡ることに対して負担を感じている。[結論]食物負荷試
験に携わる看護師の不安や負担の要因は【治療過程における不安】では〈副作用への対応〉〈知
識不足〉〈安全確保〉〈医師との連携〉であり、【多重業務における負担】では〈患者の安全〉〈マ
ンパワー〉であった。多職種連携やチームナーシングによる支援体制を整備していきたい。

P2-117-8
副看護師長の管理能力の育成 ―勤務表作成を通して―
木村∙麻紀（きむら∙まき）1、一原∙央子（いちはら∙ちかこ）2、鴇田∙美奈子（ときた∙みなこ）3、山口∙京子（やまぐち∙きょうこ）3、
高橋∙八重子（たかはし∙やえこ）4、森∙由紀子（もり∙ゆきこ）5、渡邊∙彰文（わたなべ∙あきふみ）5、椎名∙美智子（しいな∙みちこ）1

1NHO 東京病院看護部、2NHO 村山医療センター看護部、3NHO 災害医療センター看護部、 
4国立療養所多磨全生園看護部、5国立精神・神経医療センター看護部

【目的】副看護師長に対し、労務管理に関する研修と勤務表作成を通して労務管理能力の向
上を図る【実施内容】副看護師長に対し「勤務時間管理」「休暇関係、育児又は介護を行う職
員の勤務」「職場におけるハラスメント」の研修（各1時間）と勤務表作成を実施。その効果
について、書面によるアンケートとインタビューで評価した。【結果・考察】アンケートは7
つの設問（問1：研修の時期/問2：研修時間/問3：研修方法/問4：研修内容の理解度/問
5：研修受講後に役立った場面/問6：研修に追加したい労務管理に関する項目/問7：管理
に関する希望する研修）で構成。問1 ～問4は、良い～悪いまでの4段階評価とし、いずれ
も95％以上から「良い・ややよい」との回答を得た。問5の回答では「勤務表作成時」や「スタッ
フの休暇のとり方など相談に乗れるようになった」、問6の回答では、「CREATEを副師長
業務に具体的に活用するための研修」など、問7の回答には「目標管理」「面接技法」「アサー
ティブコミュニケーション」など具体的スキルがあげられた。勤務表作成後のインタビュー
では、勤務表作成上のルール守ること、看護の質を担保すること等と、スタッフの希望と
の両立に困難感を感じていた。しかし看護師長へ相談する、スタッフ個々に交渉し解決を
図ることにより多くの学びを得た。以上の結果より、研修で学んだ知識を勤務表作成の実
践へ活用することができた、しかしながら労務管理における困難感や知識不足を依然感じ
ていることが伺えた。【結論】以上の結果より、本取り組みにより副看護師長の管理的視点
の拡大が推察され成長につながったと考えられる。
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P2-118-7
A病棟における看護師のせん妄の認識と実践の現状調査
下田∙しおり（しもだ∙しおり）、春田∙沙希（はるた∙さき）、牟田口∙彰子（むたぐち∙あきこ）

NHO 小倉医療センター外科

【目的】A病棟で食道がん患者が術後せん妄を発症した際に対応困難を感じたことから、看
護師のせん妄の認識及び実践の現状を調査し対応強化の必要性があると考えた。そこで、A
病棟の術後せん妄に関する認識と看護実践の現状を明らかにし課題を見出すことを目的に
研究に取り組んだ。【方法】A病棟看護師27名を対象に、せん妄に関する7項目（1.現実感
覚2.活動性の低下3.興奮4.気分の変動5.睡眠覚醒リズム6.妄想7.幻覚）の認識及び看護実
践について記述式アンケートを実施した。分析は、経験年数を1 ～ 3年目未満、4 ～ 7年
目未満、7年目以上の3群に分け群間比較を行った。【結果及び考察】対象者27名中24名
の回答（回収率88.8％）を得た。アンケートの結果、看護師全員がせん妄に対する基本的な
認識を持っていた。せん妄について、7年目以上は入院時のアセスメントや推奨される対策
を講じても必ずしも効果的な予防に繋がらないと認識していた。せん妄の症状に対する看
護実践では、全員が傾聴・共感・日中の覚醒を促すことを実践していた。経験年数の違い
により看護実践に差がみられたのは7年目以上で、「リエゾンに相談するチームアプローチ
を積極的に行っていたこと」であった。せん妄患者に対応してきた経験からその難しさを実
感し、このことからチームアプローチの必要性を認識し実践に繋げているのではないかと
考える。【結論】経験年数7年目以上の看護師は、せん妄対応の困難さを認識しており、複
数の対処法を理解する中でチームアプローチの必要性に着目していた。経験に関わらずせ
ん妄看護に有効なケアを実践するためには、更なる知識の向上と継続的な学習、情報共有
が課題である。

P2-118-6
リフレクションによる救急看護師の重症患者家族看護の意識変化
冨吉∙桃佳（とみよし∙ももか）、北里∙彩夏（きたざと∙あやか）、中岳∙沙綺（なかだけ∙さき）、遠藤∙綾香（えんどう∙あやか）、
林田∙理恵（はやしだ∙りえ）、江川∙智津（えがわ∙ちづ）

NHO 福岡東医療センター救急科

はじめに 
救急外来及び救命救急センターにおける重症患者家族看護は重要であるが、A病院の救急外
来・救命救急センターの看護師は、重症患者家族看護に自信がなく介入が十分と言えない
現状がある。先行研究ではリフレクションを実施することで意識変容や行動変容になると
言われている。選定したロールモデルからの語りを共有しリフレクションを実施すること
で重症患者家族看護の意識変容の結果を報告する。
方法
救急外来と救命救急センター看護師26名を対象にアンケート調査を行い、ロールモデルか
らの語りを聞きリフレクションを実施した。リフレクション後に再度アンケート調査を実
施し結果を比較した。
結果・考察 
リフレクション実施前のアンケートでは、環境調整・意思決定支援・多職種連携の項目に
おいて実践できていると感じているスタッフは55%であったが、ロールモデルの語りを聞
きリフレクションを実施することで89％へ増加した。ロールモデルからの語りを聴き学び
が得られたこと、リフレクションを通して他者からの承認を得られたことが要因として考
えられた。リフレクション実施前後のアンケート結果を比較し、IC同席や理解度の把握の
4項目においては実践できていると感じているスタッフが減少した。これはロールモデルの
家族看護経験と自身の家族看護経験が重なる場面が少なく結びつけができなかったことが
推測された。
ロールモデルの存在により、自分もその看護師のように実践し家族から信頼を得たいとい
う家族看護への意識の高まりが行動へと繋がること、リフレクションを実施することで課
題の明確化や家族看護の視点の広がりといった学びを得ることができるということが明ら
かになった。

P2-118-5
呼吸器内科病棟における歯科連携の実態調査
真柄∙香（まがら∙かおり）、雨宮∙麻衣（あめみや∙まい）、中村∙きく江（なかむら∙きくえ）、秋田∙馨（あきた∙かおり）、
長尾∙泉（ながお∙いずみ）、井関∙史子（いせき∙ふみこ）

NHO 東京病院看護部

【はじめに】呼吸器疾患では高齢者の入院が多く口腔セルフケアが困難な患者も多い。また、
呼吸器疾患の治療ではステロイド投与や誤嚥性肺炎に対する禁食により口腔内環境が不良
となる場合がある。当院では、このような患者に看護師が口腔ケアを行うが、口腔内環境
の改善が困難な時、主治医に歯科依頼を提案している。口腔内環境の改善には歯科との早
期連携が重要であるため、当院呼吸器内科病棟の入院患者に対しどのような歯科介入があ
るのか調査し、歯科との早期連携の要件を検討した。

【方法】2024年2月～ 4月に肺がん以外で当院呼吸器内科病棟へ入院した患者を対象に、歯
科介入の有無と介入内容について調査した。

【結果】歯科介入があったのは22例。疾患の内訳は間質性肺炎などのびまん性肺疾患や、誤
嚥性肺炎や細菌性肺炎であった。歯科介入の内容は、ステロイド投与等による口腔内感染
予防が5件、禁食に伴う口腔内自浄作用の低下による口腔内汚染の対応が7件、ビスフォス
フォネート（BP）製剤導入前の口腔評価やセルフケア支援が9件であった。BP製剤導入前の
口腔評価は口腔内の状態に関わらず医師主導で歯科へ依頼が出されていたが、ステロイド
投与による口腔内環境の悪化や、誤嚥性肺炎の口腔内汚染は看護師から医師へ申言し、歯
科介入が開始していた。

【考察】ステロイド投与中や誤嚥性肺炎などの禁食による口腔内環境悪化は想定されるため、
薬剤投与開始時や禁食となった時期に口腔内を評価し、口腔内環境が悪化する前から歯科
と連携を取る必要がある。

P2-118-4
A病院におけるシャントに関する知識の実態調査～院内で統一したシャン
ト管理を行うために～
沖田∙綾花（おきた∙あやか）、澤田∙愉紀子（さわだ∙ゆきこ）

NHO 金沢医療センター腎臓内科

【はじめに】A病院では年間200名の透析患者を受け入れている。透析室勤務を経験し、入
院中の透析患者を観察することで、各病棟間でシャント管理に関する知識や方法に差があ
るのではないかと感じた。そこで、シャントトラブルの原因のひとつである「知識不足」に
焦点をあて、院内の病棟看護師を対象に、アンケート・知識調査を実施し、A病院のシャン
ト管理における知識の実態を明らかにしたため報告する。【方法】A病院病棟勤務の2年目以
上の看護師を対象とし、先行文献を参考に作成したアンケート・知識テストを配布し回収
率は63.5％であった。【結果】アンケート知識調査では、各病棟ごとで正解率に偏りがみら
れた。そこで,透析患者と関わる機会が多い病棟と少ない病棟で、2群に分け知識に差が出
るのではないかと考え、統計学的解析を行い有意差を認めた。また、A病院では16年前か
ら透析室研修を開始しており、透析研修未受講の16年目以上の看護師と受講済みの15年
目以下の看護師で知識に差が出るのではないかと考え、計学的解析を行い有意差は認めな
かった。【考察・結論】透析患者と関わる機会が多い病棟では、関わる機会の少ない病棟に比
べて全体的にアンケートの正解率が高い傾向にあり、透析患者と関わる経験が知識の取得
と関連があると考えられた。また、透析室研修受講の有無では、有意差は認めなかった。2
群間に有意差を認めなかったのは透析室研修で知識を得ていたことも一因になるのではな
いかと考えた。アンケート結果より看護師の理解が不十分な点も多く、シャント管理に関
して院内全体で共通認識を持ちシャントトラブルの早期発見に繋げていくことが課題であ
ると考えた。
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P2-119-3
メンタルヘルスに関連したアンケートから得られた年代別傾向
徳田∙直子（とくだ∙なおこ）1,2、沼尾∙信治（ぬまお∙しんじ）1、熊谷∙静恵（くまがい∙しずえ）2、島田∙沙希（しまだ∙さき）1、
太田∙宰子（おおた∙さいこ）1、鈴木∙弥生（すずき∙やよい）1、守屋∙かおり（もりや∙かおり）1

1NHO 仙台医療センター看護部、2NHO 仙台西多賀病院看護部

【はじめに】働き続けていける環境を整えていくことを目的とし、看護実践者のメンタルヘ
ルス調査を行った。経験年数による影響の程度を知り、看護師育成及び環境を整える際に、
有効と思われる方法について考えた【方法】R5.6月、メンタルヘルスに影響を及ぼすと考え
られる、職場環境・体調などについて14項目のアンケート調査を行った。【結果】全看護職
員の約38％より回答を得た。病棟の中心的な役割を担っている4 ～ 6年目看護師はマイナ
ス要素すべての項目が他年代より高く、66％が「仕事要求度が高い」56％が「倦怠感がある」
52％が「人間関係にストレスを感じている」44％が「他者に関心が向かない」と回答してい
た。【考察】看護師は気分や体の不調、人間関係のストレスを自覚しており、4 ～ 6年目の内・
外的環境を整えることが必要と考える。看護師の能力向上を期待して経験値を増やそうと
する試みは、個人が大きく負担するのではなく、役割の遂行に並走してくれる支援者が必
要である。上司や先輩看護師がその支援を担える業務内容の再編成や意識改革が求められ
る。加えて、能力を適正に評価し過大な負担を与えないためにも、日頃のコミュニケーショ
ンや仕事ぶりの観察が必要である。また、その仕事に価値を感じ、前向きな気持ちで取り
組めることが、メンタルヘルスには重要と言われている。仕事の価値・意義を上司や先輩
看護師の言葉で語っていくことや、看護師の成長を言葉でフィードバックしていくことで、
困難にも乗り越えていける強さを持てると考える。【結論】看護師の、特に4 ～ 6年目は仕
事要求度の高さ、人間関係にストレスを強く感じている。相手を適正に評価し支援してい
くことが求められる。

P2-119-2
A病院における社会人基礎力調査について
吉澤∙ひろみ（よしざわ∙ひろみ）1、工藤∙恵（くどう∙めぐみ）1、石岡∙保人（いしおか∙やすひと）1、平山∙晴美（ひらやま∙はるみ）2

1NHO 青森病院看護部、2NHO 仙台医療センター看護部

【目的】多様な医療提供体制に柔軟に対応するためには、専門能力以前に人として豊かに成
長することが重要と考える。今回、自部署の傾向や能力を伸ばす支援についての方向性を
得られると考え、A病院看護師の社会人基礎力の実態を明らかにすることを目的とした。【方
法】経済産業省の社会人基礎力の12の能力要素に倫理を追加した13項目とし、具体的内容
は箕浦ら1）がまとめた40の小項目に分類し自己チェックシートを作成、回答は5件法で得
点が高いほど社会人基礎力が高いと解釈する。A病院に勤務する看護師を対象に2回実施、
1回目には「伸ばしたい能力」を選択する。集計結果を師長会議にてグループワークを行っ
て分析する【結果】勤務する看護師94.3%から回答を得た。全体平均値は、7月が3.65、1
月が3.71であった。2回を共通して高い項目の能力は、「倫理性」であった。また、低い項
目の能力は「創造力」であった。伸ばしたい能力は、「働きかけ力」「創造力」「主体性」の順
に多かった。グループワークでは、病棟の現状と個人の伸ばしたい能力が類似する傾向が
あるとの意見が多かった。【考察】高い能力が「倫理性」であったことは、社会のニーズと職
員の意識の高さ、さらに教育強化が影響していると考える。低い能力と伸ばしたい能力は、
共に「創造力」で変化の少ない患者看護において自分たちも変化に鈍感になっていることが
影響すると考える。今回の調査結果は、院内教育研修企画や各部署の能力育成に向けた取
り組みの参考資料として示唆を得たと考える。【結論】A病院の社会人基礎力は「倫理性」「傾
聴力」「規律性」の順に高かった。伸ばしたい能力の把握は、個人の支援に役立てることが
できる。

P2-119-1
心不全退院後の患者を対象とした看護外来の設立に関して
悴田∙倫子（かせだ∙もとこ）1、荒井∙しのぶ（あらい∙しのぶ）1、高橋∙伸弥（たかはし∙しんや）2、福田∙延昭（ふくだ∙のぶあき）2、
広井∙知歳（ひろい∙しとし）2

1NHO 高崎総合医療センター入退院センター、2NHO 高崎総合医療センター心臓血管内科

心不全は再入院率が高い疾患であるが、看護師による指導は再入院を防ぐ上で有効である
ことが報告されている。当院では2020年から心不全入院クリニカルパスの運用を開始し、
入院中の看護師による心不全指導の標準化に努めてきた。さらに令和6年の診療報酬改定
において、在宅療養指導料の加算対象疾患に慢性心不全が加わったことから、退院後の看
護師による外来指導も重要性が高まっている。当院では2024年4月から病院全体の取り組
みとして看護外来の運用を開始したが、それに伴い心不全看護外来の運用も開始した。心
不全退院後初回の通常外来に来院された患者を対象とし、心不全手帳の記載や食事や内服、
運動などの状況を確認することで入院中に実施した指導が遵守できているか確認し、必要
に応じて追加で指導を行っている。また、抑うつ状態の有無や仕事に対する不安等の把握
にも注力し、両立支援なども実施している。本発表では心不全看護外来の活動内容及び退
院後に見られた患者の変化、運用開始後の心不全再入院の状況などに関して報告する。

P2-118-8
病棟スタッフが同僚への注意や指摘をためらう心理的要因
原本∙洋海（はらもと∙ひろみ）

NHO 兵庫あおの病院重症心身障がい児（者）病棟

【はじめに】A病院で行われたアンケート調査（倫理観の育成プロジェクト）で「同僚の判断や
ケアが不適切だと感じても指摘できなかった」と答えた者の割合が61.2%を占めた。職員
同士の関係性を重視するあまり、注意や指摘ができない環境は、患者の療養環境として最
善とは言えない。病棟スタッフが協働できる組織風土の形成により、看護の質が向上する
よう、本研究に取り組み、注意や指摘をためらう心理的要因を明らかにしたため報告する。

【目的】A病院B病棟スタッフが注意や指摘をためらう心理的要因を明らかにする。【方法】
対象：A病院B病棟の看護職31名。研究期間：令和5年5月～ 9月調査方法：親和動機尺
度と被受容感・被拒絶感尺度を使用した無記名自記式質問紙調査を実施。注意や指摘をた
めらった経験の有無と選択回答との関連についてx2検定を行う。倫理的配慮：当院の倫理
審査委員会での承認を得た（承認番号:R5-5）。【結果】x2検定の結果、p＜0.05となったの
は、被受容感を示す13項目のうち11項目、拒否不安を示す9項目のうち6項目、親和傾
向を示す8項目のうち5項目、被拒絶感を示す9項目のうち2項目であった。【考察】注意や
指摘をためらったことがある者は、他者への親和傾向が高く他者からも受け入れられてい
ると感じているからこそ、注意や指摘によって現在の関係を傷つけてしまうと恐れている。
しかし、注意や指摘を受けた経験は被拒絶感の増強には至っていない。注意や指摘をため
らう者と受ける者の間で、受け止め方に違いが生じている可能性がある。【まとめ】注意や
指摘をためらう心理的要因として、拒否不安、親和傾向、被受容感が明らかになった。
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P2-119-7
夜間における患者ケアの充実をめざして　～夜間の看護補助者として看護
学生アルバイトを取り入れて～
濱田∙高枝（はまだ∙たかえ）

NHO 金沢医療センター看護部

【はじめに】医師の働き方改革と共に、看護師においても看護職員の負担軽減を図るための
タスクシフト・シェアが進められている。急性期総合病院であるK病院では、夜間の患者ケ
アの充実を目指し夜間看護補助業務を行う看護学生のアルバイトを取り入れた。今回、夜
間看護補助者を取り入れての課題が見えたので報告する。【方法】1．半年以上アルバイトを
継続した学生へのアンケート調査2．アルバイトを受け入れた病棟へのインタビュー【結果】
アルバイト数は55名（令和5年7月～令和6年3月）。継続期間は3週間～ 8 ヶ月であった。
勤務形態は17時～ 21時と17時～ 22時までの2パターンとし、勤務日は週1 ～ 3回学生
の希望に合わせ調整を行った。アンケートより1．環境整備が多く、本当に役に立っている
のか不安であった。2．困った時に誰に相談してよいか迷うことが多かった。3．夜間看護
補助を行うことで実習や看護師として働くイメージができた。病棟側の声では、帰宅願望
の強い、認知症患者に付き添い落ち着くまで、傍にいてくれたことで患者が落ち着つき非
常に助かった。【考察】夜間看護補助者の業務は、周辺業務を中心としているため、仕事に
対する達成感や役に立っているという思いが低くなったと考えた。夜間の患者ケアの充実
を目指す為にも、療養上の世話など夜間看護補助者をチームの一員として協働していく事
が必要である。その為にも看護補助者が安全に不安なく患者ケアが行えるよう看護補助者
のラダーを作成し、看護師が適切な指示・指導が出来るよう関わっていくことが課題である。
また、看護学生にとって、看護師の働く姿を見ることで働くイメージができ、看護師確保
の機会となると考える。

P2-119-6
40歳以上の女性看護師を対象とした深夜勤務の疲労にアプローチした徒手
療法
池田∙千明（いけだ∙ちあき）、水内∙隆徳（みずうち∙たかのり）、輿水∙俊介（こしみず∙しゅんすけ）、近藤∙紀子（こんどう∙のりこ）

NHO 北陸病院医療観察法病棟

【目的】当病棟の女性看護師の平均年齢は43.9歳で出産・育児・介護等のライフイベントを
抱え夜勤業務を行っており、夜勤終了後に体の不調を訴える女性看護師の声が多い。菊池
らは「家庭における役割の負担から、効果的な休息が図れず、疲労を回復しにくい。」と述
べている。今回疲労が蓄積しやすい深夜勤務後に徒手療法を実施し疲労に対する効果を示
唆する。【方法】1.対象者A病棟に勤務する40歳以上の女性看護師2．期間2023年8月～
2023年12月3．収集方法1）深夜勤務終了後に徒手療法を20分程度、3クール実施。2）1
クール毎に労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリスト（14項目）、疲労感VAS検査（最大
疲労度10とする）を用いて施術を受けない深夜後の疲労度と施術を受けた時の疲労度を比
較し徒手療法の効果を検証。3）1クール終了毎に施術実施日の翌日と一週間後の効果につ
いてインタビューを実施。【結論】・労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリストより、効
果がみられた順に「朝起きた時ぐったりした疲れを感じる」12名中9名「よく眠れない」12
名中6名「仕事中強い眠気に襲われる」12名中6名であった。・疲労感VAS検査より、施術
しない時の平均が6.0、施術後の平均2.83、前後回復度合い平均3.17、参加者全員が疲労
軽減した。・インタビューより3回の施術で「肩の痛みや重さ」12名中9名「倦怠感」12名中
11名「腰の痛みや重さ」12名中10名の症状が改善した。しかし症状は、1日経って症状が
元に戻る25％、少しずつ症状が元に戻る83％という結果となった。

P2-119-5
A病院緩和ケア病棟のデスカンファレンスにおける現状と今後の課題
渡辺∙孝志（わたなべ∙たかし）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【目的】デスカンファレンスは患者のケアを振り返り、看護師のグリーフケアに繋がるとい
われている。自部署でもカンファレンスを実施しているが、看護師の発言が少ない現状が
ある。そこで、デスカンファレンスにおける看護師の思いから、問題点を抽出し今後の課
題を明らかにする。【方法】2023年7月～ 2024年2月にA病棟に勤務する看護師9名（看
護師経験1年目～ 25年目）に対し独自に作成した質問を用いて、半構造化インタビューを
実施。インタビュー結果を逐語録に起こし、類似性に基づいてカテゴリー化分析。【結果】
カテゴリーは「目的」「カンファレンスがもたらす影響」「運営方法」の3つが抽出された。「目
的」では＜反省・グリーフケア・肯定感を得る＞、「カンファレンスがもたらす影響」では
＜後悔・緊張・不慣れ・学び・振り返る辛さ＞、「運営方法」では＜事前準備＞＜計画性＞
などがキーワードとしてあげられた。【考察】グリーフケアや学びなど前向きな思いもある
が、後悔や不全感、反省、辛さなどカンファレンスで話すことに困難を感じる看護師が多
くいることがわかった。特に経験の浅い看護師は先輩の話を聞き学ぶ一方で、自分の考え
を述べることに対して困難を感じていた。カンファレンスを効果的に行うためには、事前
の開催予告や経験年数に配慮した進行・運営を行う工夫が必要である。また、反省ではなく、
理論などを用いて客観的視点で振り返り内省の一助となるように支援することが今後の課
題である。

P2-119-4
A病院の神経筋難病病棟に勤務する看護師のストレス要因とその対処法
秋吉∙明美（あきよし∙あけみ）、山崎∙ゆき（やまさき∙ゆき）

NHO 熊本再春医療センター看護部

【はじめに】神経筋難病患者の看護はコミュニケーションの困難さ等の個別的な看護の特殊
性があり難しいケアが求められる。看護師は繰り返される患者の訴えに対し、ケアの成果
が実感できず、ストレスを感じている現状がある。本研究では、神経筋難病病棟に勤務す
る看護師（以下対象者とする）が看護を行う上でどのようなストレスを感じているのか、そ
の要因に対するストレス対処法について明らかにしたいと考えた。【方法】ストレッサー尺
度を用いたアンケート調査。【結果】アンケート調査の結果、対象者全体のストレス傾向で
高値を示したのは「仕事の量的負荷」、「関わりの難しさ」であった。その中で、「関わりの難
しさ」の項目に「コミュニケーションがとりづらい患者と関わることに負担を感じている」、

「細かい要求が多い患者と関わることに負担を感じる」が最も高くなっていた。また看護師
経験年数別では5年以上10年未満で、「ケアと成果の不均衡」、神経筋難病病棟経験の3年
以上5年未満で「言語的暴力」が高値を示した。反対に「上司との軋轢」と「同僚との軋轢」は
低値を示した。一方で、ストレス対処行動では、友人や家族と話す、嗜好品の摂取や趣味
の時間などプライベートな時間を充実させているとの結果が得られた。【考察】今後の課題
として、看護師の心身の状態を良好に保つために、ストレスを効果的に発散できる対人関
係の構築、ストレス対処行動での方法を知ることで、看護師のストレスを軽減し、精神的
サポートを多方面から行える環境を整える必要がある。そのため職場の対応としてもワー
クライフバランスに配慮した環境整備が重要であると考える。
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P2-120-3
高齢者の術後疼痛コントロールの必要性について　～せん妄リスクが高い
患者への関わり～
赤松∙瑞葉（あかまつ∙みずは）、奥野∙吉春（おくの∙よしはる）、松崎∙春世（まつざき∙はるよ）、前嶋∙悠梨亜（まえしま∙ゆりあ）、
岸本∙規佐（きしもと∙みさ）

NHO 南和歌山医療センター整形外科

【はじめに】せん妄は脳の機能障害によって起こる軽度の意識障害であり、術後は酸素や点
滴ルートの自己抜去、転倒転落リスクなど生命の危機に関わるため予防・早期介入が必要
である。そのため、せん妄発症ハイリスク患者に対し、せん妄発症の要因となる疼痛コン
トロールを行い、せん妄症状が軽減したので報告する。【方法】せん妄の既往歴がある80歳
代女性。腰椎椎体骨折に対し、手術当日から術後7日までの期間で、NRS評価で疼痛評価、
ICDSCでせん妄評価、NEECHAM混乱・錯乱スケールでせん妄発症時にせん妄の程度を
評価し疼痛コンロトロールを行った。【結果】術後1 ～ 2日目はNRS4 ～ 5で経過した。手
術当日と比較し疼痛の増強があるが、患者は鎮痛薬の内服を希望されず、結果夜間せん妄
を発症した。3日目はNRS3 ～ 4と疼痛持続していたため、1日3回の計画的な鎮痛薬の与
薬と昼夜逆転予防のため日中の離床を促進することでせん妄も改善し順調に術後経過した。

【考察】せん妄発症要因は、「準備因子」「誘発因子」「直接因子」が影響すると言われている。
高齢や麻酔、環境変化はせん妄の準備・直接因子となるが、入院後2週間経過しており術前・
術直後も見当識が維持できていたことから、せん妄の誘発には至らなかったと考える。し
かし、疼痛増強に伴いせん妄症状を発症したことは、「疼痛」がせん妄の誘発因子となった。
そのため、術後経過を予測した鎮痛薬の予防投与を検討し、疼痛コントロールを図ること
によってせん妄が予防できた。【結論】術後疼痛によりせん妄を発症した患者に、計画的に
鎮痛薬を与薬したことで疼痛コントロールができ、術後せん妄を軽減することができた。

P2-120-2
認知症高齢患者への包括的BPSDケアシステムを用いた効果
原田∙直樹（はらだ∙なおき）1、小松∙真理子（こまつ∙まりこ）1、阿部∙瑞枝（あべ∙みずえ）1

1NHO 小諸高原病院精神科、2NHO 小諸高原病院精神科、3NHO 小諸高原病院精神科

【はじめに】当病棟ではBPSDの評価に効果的な指標がなくアセスメントに不十分さを感じ
ていた。包括的BPSDケアシステム（以下当システム）は、認知症患者に包括的にアセスメ
ント、ケア、評価を一体化したシステムでありBPSDへの改善の効果が証明されている。今
回、認知症高齢者へ当システムを用い、その有効性について検証する。【対象者及び研究方
法】A氏 70歳代 女性 レビー小体型認知症妄想・幻視・徘徊・収集癖等の症状にて入院する。
薬物・環境調整を行うが症状は継続しており、当システムを用いて「BPSD」「生活・セルフ
ケア行動」「その人らしさ」「介護者」のカテゴリを観察表に沿ってケアを実施し評価する。

【結果・考察】「BPSD」は、全項目でアセスメント番号は低値であったが介入後改善した。「生
活・セルフケア行動」では身づくろい、入浴が低値であったが、身づくろいは声かけで行え
るようになり入浴は洗身できるまでになった。「その人らしさ」では外見の保持、あいさつ
等5つの項目で改善が見られた。「介護者」は看護師の視点での実施・評価とした為、アウ
トカムを高めるケアに該当しない項目があった。研究を進めていく過程で知り得なかった
A氏の出来ることや人柄を知ることが出来た。入院時から継続していたBPSDに対し当シス
テムを用いたことで、BPSDが改善し心地のよい環境が整えられたと考える。患者にとって
不快の誘引を明確にし、それを取り除くことや心地のよい感覚を感じ、リラックスできる
環境を提供することが重要である。【結論】当システムを用いることでBPSDの要因を探り、
ケアが明確になり症状の改善が見られた事から包括的BPSDケアシステムを用いることは
有効であった。

P2-120-1
認知症マフ使用による身体拘束解除に向けた関わり
金∙奈々美（こん∙ななみ）、鈴木∙弘美（すずき∙ひろみ）、都築∙知之（つづき∙ともゆき）

NHO 米沢病院脳神経内科

1．はじめにA氏は、多発性脳梗塞、認知症があり両上肢の動きが活発なため気管カニュー
レ自己抜去の危険対策として終日ミトンを装着していた。A氏はミトン装着する際嫌がる
動きと顔をしかめる様子があり、ミトン装着は上肢の機能低下・不快感などの身体的・精
神的弊害が生ずると考える。今回、認知症マフの使用を用いてミトン装着時間を解除する
関りを行った結果、持てる力を生かし快の表情が増えたため報告する。2．研究目的認知症
マフを使用した身体拘束解除が、A氏の身体的・精神的状態に及ぼす影響を明らかにする。
3．研究方法（1）研究期間：令和5年8月～令和5年10月（2）研究方法：事例研究（3）デー
タの収集方法：ミトン解除時間やフェイススケールでの1時間毎の表情の変化、危険行動の
有無などについて認知症マフ使用の前後比較を行う。患者家族に対し研究日時、方法等に
ついて説明と同意を得た。本研究は院内の倫理審査委員会の承認を得た。4．結果・考察ミ
トン解除平均時間は介入前45分から介入後41日から70日まで平均5.4時間に増加した。
フェイススケールでは、快の表情は介入前15％から介入後41日以降26％に上昇した。A
氏は身体拘束解除時、物を握ることや触れることが多く、認知症マフを使用することは落
ち着く行動であり、フェイススケールでも穏やかな表情が増え精神的安定に繋がったと考
える。また、認知症マフの使用により手指を自由に動かすことができ、拘縮予防、皮膚ト
ラブルの改善も図られた。A氏の持てる力を活かして思いをくみ取る関わりを行ったことが、
QOL向上に繋がったと考える。5．結論認知症マフの使用は、身体拘束解除時間が増加し
皮膚トラブルの改善と精神的苦痛の緩和に繋がる。

P2-119-8
看護師の判断・指示を確実に実施する取り組み～看護補助者業務指示書の
統一化～
鈴木∙裕美（すずき∙ゆみ）、西原∙理枝（にしはら∙りえ）

NHO 横浜医療センター看護部

【はじめに】当院は2021年度より看護助手へのタスクシフト、シェアに着手し、看護助手
ラダーを作成し、運営・発足に取り組んできた。そして2022年度に看護補助者運営委員会
を発足、今年度で3年目を迎える。当院の看護補助者は、2024年5月現在、看護助手14名、
ナースエイド35名、クラーク17名がおり、各部署に在籍している。2023年度初めに、看
護補助者に依頼する業務内容に関するインシデントが発生した。この症例を契機に、看護
師が依頼する業務についての判断・指示を確実に実施できるよう委員会で検討を重ね、従
来使用していた看護補助者業務指示書を見直し、指示書の運用が部署毎で違っていたため
統一化をしたので、ここに報告する。【目的】看護師が看護補助者の責務を理解し、看護補
助者に依頼する業務について判断・指示を確実に実施できるようにする。【方法】委員会内で、
看護補助者への指示に関する学習会を実施した。委員会内で検討を重ね、従来の指示書運
用基準を見直した。【結果】1.指示書の内容は、患者情報・指示内容を入れ、1人の患者に
継続指示ができるように作成した。看護師と看護助手が記録できる箇所を作成した。2.業
務指示書の使用基準を作成した。3.各患者IDのバーコード付きでプリントアウトできるよ
うにした。看護師が患者状態を記録する欄はチェック方式とした。【結論】委員会で検討を
し、看護師の判断・指示を確実にするために指示書の作成を推進する取り組みは重要である。
今後、リンクナースの活動により、指示書の周知率と活用率を上げていくことが課題である。
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P2-120-7
救命救急センターにおける自殺再企図防止のための取り組みと今後の課題
阿部∙佳実（あべ∙よしみ）、長瀬∙慈（ながせ∙けい）、関口∙朋美（せきぐち∙ともみ）、中村∙由香（なかむら∙ゆか）、
小林∙憲太郎（こばやし∙けんたろう）、貫井∙祐子（ぬくい∙ゆうこ）、寺田∙祥子（てらだ∙しょうこ）、内間∙文香（うちま∙ふみか）

国立国際医療研究センター病院救命救急センター

【はじめに】近年自殺企図患者は増加傾向で社会問題となっており、救命救急センターでも
多数搬送され緊急入院している。そのような中で自殺企図患者の突発的な自傷行為や攻撃
的な態度に対し、経験年数の浅い看護師を中心に恐怖感や陰性感情を抱いている状況であっ
た。また自殺企図患者の多くが短期間で退院するため、患者理解を深め対応することへの
困難感もあった。そのような中で医師、MSW、救急救命士らとともに患者の自殺再企図
防止の取り組みを開始したため報告する。【目的】医療者側の自殺企図患者への理解を深め、
病棟での取り組みを確立させ看護の質を向上し、退院指導の充実を図ることで自殺再企図
防止に繋げることができる。【方法】1.精神科医師による勉強会開催2.看護師による勉強会
開催3.PEEC伝達講習の開催4.厚生労働省作成の相談窓口パンフレット配布マニュアル作
成5.パンフレットに記載のある相談窓口見学6.患者へのパンフレットの配布 【結果】勉強会
開催により、看護師の99％が自殺企図患者への理解を深められたと回答した。自殺企図患
者への看護の不安が軽減したと回答したのは79％であった。また、対応に困った事例や対
応方法について話し合い、病棟で共通した認識を打ち出した。さらに厚生労働省発行のパ
ンフレットに記載の相談窓口が実際にどのような活動を行っているか見学後、病棟へ周知
した。現在は退院時に医師・救急救命士とも連携し自殺企図患者へパンフレットを配布し
ている。【考察】多職種が協力することで自殺企図患者への理解を深め、救命救急センター
での自殺企図患者への取り組みの基盤を確立することができた。今後も継続的な活動を行っ
ていく必要がある。

P2-120-6
術後に低活動型せん妄を発症し援助を拒否する患者への関わり
山本∙心晴（やまもと∙こはる）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校看護学科

【はじめに】A氏は術後低活動型せん妄を発症し、離床が進まず、援助を断ることが多かっ
た。このことを振り返り、低活動型せん妄を発症した患者への必要な関わりについて考察
したため報告する。【倫理的配慮】対象者のプライバシー、匿名性、秘密確保や情報の保管
に細心の注意を図った。【結果と考察】A氏は経カテーテル的大動脈弁置換術目的で入院した。
術後に低活動型せん妄を発症し、傾眠傾向と見当識障害があり、点滴を抜去する等の安全
性への意識も低下していた。このため、A氏が安心して安全に過ごせるよう、自然光を取り
入れる等の環境整備を行い、積極的な会話を行った。術後3日目、シャワー浴や清拭を提案
するが断られた。覚醒を促すため、昼食前にA氏と会話をしていると、胸痛を自覚して救
急搬送された時の不安な思いを話されたため、その思いに共感したり、手術が終了したこ
とを労った。この時、A氏の手が冷たいことに気付き、手浴を提案し実施した。A氏からは「気
持ちいい、あったかい」とう発言と笑顔が見られた。徐々に活気を取り戻し、覚醒時間が増え、
シャワー浴もできるようになった。術後、低活動型せん妄を発症しているという助言をうけ、
せん妄をアセスメントし早期から環境整備や積極的な会話等の介入を行ったことは、生活
リズムの改善に繋がる援助であったと考える。また、A氏の思いに対する共感的な傾聴や、
手浴の実施は、快の刺激となり、せん妄症状の改善や意欲向上につながったと考える。【結論】
1．低活動型せん妄を発症した患者には、早期からのアセスメントと介入が必要である。2．
共感的傾聴や快の刺激は、せん妄症状の改善や意欲向上につながるため必要である。

P2-120-5
ケアに対して拒否がある患者に対する関わり
畑∙真実（はた∙まみ）、渡邉∙由木子（わたなべ∙ゆきこ）

NHO 埼玉病院看護部

はじめに　身体的ケアに対して拒否を示していた終末期患者に対し、身体的症状緩和を優
先するのではなく、患者の持つ精神的苦痛を把握し、患者の意向を尊重した関りをするこ
とにより、身体的ケアの受け入れに繋がった事例を経験したので報告する。倫理的配慮個
人が特定されないように配慮した。事例　30代女性。子宮頚癌、卵巣転移。BSCの方針で
在宅療養中に、嘔気・疼痛の増強に伴い緩和ケア病棟に入院。入院時、尾骨部にd2の褥瘡
保有していた。看護の実際患者は褥瘡を保有していたため、リンクナースとして褥瘡ケア
に関わったが、身体的ケアに対して拒否していた。患者との信頼関係を築くことを第一優
先と考え、訪室を重ねていくうちに、患者は疼痛や嘔気などの身体的苦痛だけでなく、積
極的治療が困難となったことによる精神的苦痛を抱えていることや、夫との思い出の場所
へ外出がしたいという希望を持っていることがわかった。外出中の疼痛の増強や褥瘡の悪
化を防ぐため、多職種と連携し予防対策を検討し、その予防対策を患者・夫とも共有を図っ
た。無事に外出を終え患者と夫ともに嬉しそうな表情をしていた。外出を契機に思いの表
出と、身体的ケアも受け入れてくれるようになった。考察・まとめ　今回、全人的苦痛を
抱えている患者に対して、身体的苦痛緩和のケアを優先していた。ケアに対して拒否的な
態度を示していた患者に対して、一番の苦痛は何か・希望しているケアは何かをくみ取り、
患者家族も含め多職種と連携してケアを行った。その結果、精神的苦痛の緩和につながり、
身体的苦痛に対するケアの受け入れに至ったと考える。

P2-120-4
急性期病院での院内デイケア導入による患者の生活リズムの変化
竹内∙晴香（たけうち∙はるか）、若林∙梨沙（わかばやし∙りさ）、竹内∙直人（たけうち∙なおと）、山添∙美保（やまぞえ∙みほ）

NHO 信州上田医療センター看護部

【はじめに】身体抑制による患者の認知機能や身体機能の低下を予防するために離床活動を
行っているが、患者へ覚醒を促すような活動が少ない状況である。そのため、身体的・精神的・
社会的な刺激の増加を図ることで患者の生活リズムにどのような影響を与えるのかを明確
にするために「院内デイケア」を導入し、A氏に参加を促した。【事例紹介】A氏：80歳代女
性。左大腿骨頸部骨折の手術目的の入院で既往歴にアルツハイマー型認知症がある。入院
時より見当識障害があり行動予測が困難であったため、転落予防のために体幹抑制を使用
開始した。手術直後はチューブ類の自己抜去を予防するために抑制服と上肢抑制も開始し
た。術後2日目より離床を開始し、術後4日目から「院内デイケア」に参加した。【結果】手
術翌日より睡眠日誌での観察を開始した。意欲低下がみられていたが、デイケアへ参加し
他患者と交流することで意欲的に参加するようになった。週1回デイケアへ参加したことで
覚醒時間が平均4時間増加し、夜間は平均6時間熟眠できた。また、見当識障害も改善が認
められ抑制具は解除となった。【考察】高齢者の入院は社会的刺激の減少により意欲低下な
どに陥りやすい。離床は読書やテレビ鑑賞等の活動が主で、傾眠する患者も多かった。し
かし、A氏は「院内デイケア」に参加し、風船バレーやお花見、タオルを使用し体操するな
どの活動を通して、他患者との交流が増え、活動への積極性や睡眠時間の変化が確認できた。
このことから、「院内デイケア」の参加は患者への刺激の増加や睡眠覚醒リズムを整えるた
めに効果的であったと考える。
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P2-121-3
肺癌末期患者の意思決定支援における一事例
森∙実咲（もり∙みさき）1、佐藤∙郁子（さとう∙いくこ）1、太田∙純子（おおた∙じゅんこ）1

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター看護部、3NHO 長良医療センター看護部

【はじめに】肺癌末期患者に対する意思決定支援の過程で、患者の心情を「喪失の5段階説」
で検討し、看護を振り返ったので報告する。【対象者紹介】A氏70歳女性。B病院で肺癌を
指摘され、二施設目で精査、治療を拒否。三施設目の病院で多発骨転移を認め、放射線療
法と化学療法を受けた。その後、化学療法目的で当院に入院となった。【経過】入院後、化
学療法の副作用が強く治療継続が困難となり緩和療法を選択された。しかし、その後すぐ
に「化学療法を諦めていない」と話されるなど意向が定まらなかった。看護師は傾聴、共感
的態度で関わったが変化するA氏の心情への対応に難渋した。最終的に緩和療法を希望し、
緩和ケア病棟のある病院へ転院となった。【結果】喪失の5段階を用いて振り返ると、はじ
めは「自分が肺癌になるなんて」と否認し、その後「どうしてわかってくれないの」と怒りの
段階があった。「何か治療があるはず」と取引へ移行した後に「出来ないことが増えて不安」
と抑うつに移行した。そして緩和療法を選択され退院したが、病状が悪化し、再入院する
と「どうしてわかってくれないの」と怒りの段階になり「何か治療があるはず」「出来ないこ
とが多くなり情けない」と日々、喪失の5段階を行ったり来たりしていた。最終的には受容
し、緩和療法を選択した。【考察】A氏は自身の状態の変化からくる不安や死への恐怖を感
じながら否認、怒り、取引、抑うつの段階を行ったり来たりしていた。癌末期患者に対して、
行ったり来たりする心情を理解し、その段階を看護師間で共有して段階に合わせた傾聴や
共感的態度で関わることは、患者の意思決定の支援につながると考える。

P2-121-2
急性期病棟における終末期がん患者に対する支援の考察
毛利∙巴香（もうり∙ともか）、鵜原∙智美（うばら∙ともみ）、住田∙麻季（すみだ∙まき）、大石∙麻莉（おおいし∙まり）、
稲垣∙歩華（いながき∙あゆか）、秋枝∙朋世（あきえだ∙ともよ）

NHO 関門医療センターがん内科急性病棟

【目的】急性期病棟入院中の終末期がん患者の希望に沿った支援ができた要因を分析する。
【方法】研究期間：XX年8月26日～ XX年10月8日　データ収集方法：看護記録からA氏
やその家族の言動と関わりを情報収集　分析方法：厚生労働省の人生の最終段階における
医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン（以下：ガイドライン）を用いて分析【倫理
的配慮】A病院倫理審査委員会で承認後、文章で説明し同意を得た。【結果・考察】70歳代男
性A氏は、原発不明がん終末期で入院。A氏は社会的地位が高く、口数の少ない性格だった。
入院時から最期は当院で過ごしたいという思いの反面、一時退院して仕事の整理や片付け
がしたいとの希望もあった。A氏の希望を多職種と共有し統一した関わりをした。ガイドラ
インを活用して考察した結果、A氏の希望に沿った支援ができた要因として、（1）入院時か
ら治療過程やA氏と家族の生活背景、人生観を丁寧に情報収集した。（2）入院時から継続し
て思いを傾聴した。（3）A氏と家族の希望をタイムリーに多職種に情報提供した。（4）早期
に家族を交えた多職種カンファレンスを実施した。（5）一時退院後に支援の効果について確
認した。（6）日々の記録を用いて多職種間で情報共有した。の6点が挙げられた。【結論】終
末期患者の希望に沿った支援を行うためには、早期から患者の希望を聴取し、継続して患
者の思いに変化がないか情報収集し、患者個々の希望に沿った支援を多職種と考え、実現
していくことが必要である。

P2-121-1
通院治療センターにおけるがん患者の意思決定支援のための試み
二神∙智子（ふたがみ∙ともこ）、榎∙美佳（えのき∙みか）、倉澤∙明子（くらさわ∙あきこ）

NHO 西埼玉中央病院看護部

【背景】2022年度の診療報酬改定におけるがん患者指導管理料において、医療機関で「適切
な意思決定支援に関する指針」を定めることが要件化され、当院でも策定した。がん患者の
意思決定を支援するためには、医療とケアに関する医療者と患者とその家族との話し合い
が不可欠である。しかし、治療開始時のインフォームド・コンセントに看護師が同席でき
ず、治療開始後も患者が自分の人生に関わる意思決定について、家族や医療従事者に伝え
たり話し合える機会がない状況であった。【方法】ドナベディアンモデルを用いて、外来に
おけるがん患者の意思決定支援の質評価を行い、がん患者の意思決定支援ができない要因
は、意思決定支援について看護師の学ぶ機会が少ないこと、ACP導入ができていないこと
であると特定した。通院治療センターに所属する外来看護師と共にこれら現場の問題を共
に考え、倫理的な思考を引き出すために、過去の看護研究などの文献検索を実施し、ACP
を導入することを決定し運用手順を作成した。【結果・考察】2023年4月から11月までの8
カ月間で、外来看護師が通院治療センター新規利用患者に対し、事前に質問紙を渡し、初
回外来治療時に持参してもらうよう説明した。29名中23名が持参し、その内容について
外来看護師が患者との話し合いを持つことが出来た。認定看護師が意思決定支援について
学ぶ機会を作り、外来看護師と共にACP導入の機会を決めたことで、外来看護師はACPへ
の介入がしやすくなったと感じ、患者は看護師や家族と医療や生活に関して話し合う機会
を得ることが出来た。今後はACPへの介入が一度で終わらず、患者と話し合う機会が増え
るようシステムを構築していく必要がある。

P2-120-8
多系統萎縮症患者とのコミュニケーション方法の検討
小関∙駿（こせき∙はやと）1、安部∙和仁（あべ∙かずひと）1、黒川∙綾（くろかわ∙あや）1、大槻∙隆也（おおつき∙たかや）1、
畠山∙知之（はたけやま∙ともゆき）2

1NHO あきた病院東4病棟、2NHO あきた病院脳神経内科

【研究目的】A氏は、気管切開を行い発語が出来ない状態である。そのため、言語的コミュ
ニケーションを行うことが困難となっている。A氏とのコミュニケーションは口の動きを読
むことやOKマークなどのハンドサインを用いて行っており、痰の吸引や体位変換等は意思
疎通を図ることが出来ていた。しかし、A氏の思いが長文になると口の動きを読むことやハ
ンドサインだけでは特定することができず、何度も聞き返してしまうことが多くあった。A
氏の思いを受け止めるため本研究を実施した。【研究方法】研究期間：令和5年7月～ 9月。
A氏と介助者の間で文字盤を挟んで使えるように透明な文字盤で制作し、コミュニケーショ
ンの場面で活用し評価した。A氏の訴えの回数と種類を記録し、文字盤に反映させる単語を
選択した。【倫理的配慮】A氏及び家族に研究目的と内容、本研究で得た内容は研究目的以
外で使用しないこと等を説明し同意を得た。院内倫理審査委員会の承認を得た。【結果・考察】
透明な文字盤を制作しケアを実施していく中で、A氏より「まえよりもつうじる」、「疲れに
くくなった」という意思表示からも、もどかしさや疲労感の軽減に繋がった。【結論】1.透明
な文字盤を使用することでA氏の病状の進行に合わせたコミュニケーション方法を選択で
きた。2.文字盤だけでなく、訴えの頻度が高い単語を反映した文字盤を使用することで、A
氏のもどかしさや疲労感の軽減に繋がった。3.透明な文字盤を使用するためにはA氏とス
タッフ双方の練習が必要である。4.透明文字盤を活用してA氏とA氏家族の仲介役となり、
本人と家族のコミュニケーションを支援していけるよう努める必要がある。
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P2-121-7
外来でがん告知を受けた直後の患者への認定看護師の関わり～患者の言動
から意思決定を支援するために必要な事を考える～
田村∙泉（たむら∙いずみ）、山﨑∙美沙（やまさき∙みさ）、小谷∙奈穂子（こだに∙なおこ）

NHO 米子医療センター看護部外来

【目的】がん告知面談直後の患者の言葉から、認定看護師が意思決定支援を行っていくため
の示唆を得る。

【方法】対象は2023年4月～ 10月に認定看護師ががん告知に同席し、看護師による面談を
実施して意思決定支援を行った患者のうち、告知時に進行がんと診断された外来患者31名。
診療録より後方視的に年齢、性別、病名、病期、診断名、患者の言葉について個人情報を
仮名加工、データを抽出・カテゴリー化し検討した。

【結果】患者は40 ～ 90歳代で平均年齢は73.4歳、男性21人・女性10人であった。疾患
別では大腸がん10例、肺がん8例、乳がん4例他であった。105のコードから33のサブ
カテゴリーと10のカテゴリーが得られた。27人（87％）が、がん告知直後から何らかの不
安を訴え「経済的な不安」「進行がんという診断の不安」「未知の検査・治療に対する不安」「支
援を求めている」「漠然とした不安と後悔」の5つのカテゴリーが抽出された。「未知の検査・
治療に対する不安」を表出した患者が21人と最も多く、次いで「進行がんという診断の不安」
が11人で、あきらめ、病状・病期に対する戸惑いや不安などが表出された。

【考察】患者はがん告知直後から検査や治療に関連する情報を必要としていた。心理的な衝
撃の程度を把握して面談内容の理解を促すと共に、検査や治療の情報を理解しやすいよう
支援する。また、受容過程を見極めながら前向きな心情にもアプローチして、安心できる
よう支援することが求められる。進行がんの診断で死を身近に感じた患者の不安を軽減し、
その人らしい意思決定を支援するために、患者の置かれている社会的な背景を踏まえた看
護支援が早期から継続的に必要なことが示唆された。

P2-121-6
不安の強い患者の退院支援に関わって～揺れ動く気持ちに寄り添った意思
決定支援～
桐原∙由香里（きりはら∙ゆかり）、中村∙律子（なかむら∙りつこ）、安田∙多恵子（やすだ∙たえこ）、平野∙智子（ひらの∙ともこ）、
井上∙範子（いのうえ∙のりこ）

NHO 熊本南病院看護部緩和ケア病棟

【はじめに】A病院の緩和ケア病棟では、「患者・家族の思いを大切にした丁寧な看護」を目
標に意思決定支援を行っている。今回、不安が大きく自宅退院を希望しながら決定までに
時間を要したB氏の退院支援に関わった。その経験を振り返り患者の気持ちに寄り添った意
思決定支援について考察する。【方法】入院期間：約2か月。対象：B氏80代男性、膵頭部
がん術後再発。内容：事例研究。倫理的配慮：家族へ研究的倫理的配慮について文書と口
頭で説明を行い同意を得た。また、所属施設の倫理審査委員会の承認を得た。【結果】最初に、
B氏が自身の病状を理解し、今後どう過ごしたいかを意識化できるよう「意思表明支援」を
実施した。B氏の意向を引き出した上で、意思決定を妨げる要因を林ゑり子の「意思決定に
おける葛藤の理由」に当てはめて検討し、「選択肢についての知識・情報が不足」「ある選択
肢に過大・過少な期待をかけている」「周囲に人の価値や意見がわからない」の3つの理由
に着目し意思決定支援を行った。家族を交えた話し合いを繰り返し、段階的に外出・泊を
行い、訪問診療・看護を導入して自宅退院となった。【考察】意思決定支援の前段階として

「意思表明支援」を実践し、B氏が人生の物語を語る機会を持ったことで、B氏自身の希望を
意識化することができ意思決定へと繋がった。また、意思決定における葛藤理由を明確にし、
家族を巻き込みながら繰り返し話し合いの場を持ったことが、B氏の思いを引き出し、気持
ちに寄り添った意思決定支援に繋がったと考える。さらに、外出・泊、と小さな目標達成
や意思決定支援を重ねたことで、B氏の自信となり自宅退院に繋がったと考える。

P2-121-5
最期まで愛着のある自宅で過ごしたいと希望がある独居患者への関わり 
～意向に相違がある本人と家族の合意形成・意思決定支援の一例～
神田∙智香（かんだ∙ともか）、橋本∙みさ子（はしもと∙みさこ）、銅山∙慶子（どうやま∙けいこ）、吉川∙智章（よしかわ∙ともあき）、
寺倉∙智子（てらくら∙ともこ）、望月∙知奈美（もちづき∙ちなみ）

NHO 姫路医療センター看護部

【はじめに】医療者は、患者と家族間での意向の違いにジレンマを感じる事が多く、合意形
成は容易ではないと感じている。本事例では療養場所への意向が異なっていた患者・家族
への合意形成・意思決定支援が行えた為、その関わりを報告する。【倫理的配慮】個人情報
保護と発表について口頭で説明し了承を得た。A病院倫理委員会の承認を得た。【事例】Y氏
80歳代男性。妻が他界後は独居であった。胆管がんと告知後BSC方向であった。Y氏は自
宅に愛着があり、感謝の気持ちを持ちながら最期まで自分の家で過ごしたいという意向が
あったが、弟は病院で最期まで過ごしてほしいという意向であった。【看護の実際・結果】Y
氏と弟の思いを聞き取る中でY氏は「弟に迷惑をかけたくない」弟は「兄の意見を尊重した
い」という思いがあった。その為、療養場所決定の話合い前に兄弟で相談できるよう調整を
行った。そこで自宅に帰る目的が「自宅に感謝を伝える事」と確認し実現方法を考えた。そ
して兄弟で外出し、自宅に感謝するという思いを果たす事ができた。その後Y氏は緩和ケア
病棟で最期を迎えた。【考察】患者・家族・専門職との合意形成のプロセスとして看護師は5
つの視座を持つ事が重要であり、その一つが「その人のライフ（生活や人生）に焦点をあてる」
事である。Y氏のライフに焦点をあてると、自宅へ帰る目的は愛着のある自宅に感謝の気持
ちを伝える事であった。それを共有し互いが歩み寄った事で合意形成できたと考える。そ
して自宅に感謝を伝えた事がY氏にとって死を受容するきっかけとなり、病院での療養につ
いて受容できたと考える。患者家族の真意を丁寧に聞き取り関わっていく事が重要である。

P2-121-4
SICGを使用した関わりから見える看護師の意識・行動の変化～肺がん患
者の意思決定を振り返る～
益塚∙亜梨沙（ますづか∙ありさ）、加藤∙綾（かとう∙あや）、河戸∙千秋（かわと∙ちあき）、渡辺∙麻美（わたなべ∙まみ）

NHO 旭川医療センター呼吸器内科

【目的】「患者との話し合いの手引き」（以下、SICG）を使用しACPを振り返ることで看護師
の患者との関わり方に変化があるのか明らかにする【方法】研究対象：肺がんと診断された
患者・A病棟の看護師20名データの収集方法SICGを使用する前後でアンケートを用いて
意識調査を実施。SICGを使用後に看護師の意識や行動への影響を知るためにインタビュー
を実施インタビューガイドを用いたインタビューを行いカテゴリ化、その内容を分析【成績】
アンケートの前後比較：比較ができた回答は7人。インタビュー前後で患者との関わり方に
変化があったかの問いでは2人が回数2 ～ 4回増加し、勤務時間内の関わりも増えたと回
答【結論】SICGを使用し患者の関わり方について意識の変化はあったが、行動の変化はわず
かでありきっかけに過ぎなかった
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P2-122-3
看護実践力を育成する教育方法　～ 1年次のOSCE実践報告～
田村∙照子（たむら∙てるこ）1、菅本∙基子（すがもと∙ともこ）2

1NHO 大阪医療センター附属看護学校看護師科、2NHO 舞鶴医療センター附属看護学校看護師科

1.目的：1年次に基礎看護技術で学んだ技術を統合し、患者の状態に応じた看護が実践でき
る力を育成するために実施したOCSEの実践内容を報告する。実施時期は1年次3月。2.対
象・方法：1年生（77名）、講義で学んだ左腓骨骨折、左下肢ギプス固定をしている患者の
事例を活用した。OSCE課題は「飲み物をこぼしたのでシーツを変えて欲しい」という場面
を提示し、実施時間は20分間とした。患者役と評価者は2年生が行った。実施場面を録画
し映像を見ながら1・2年生が合同で「患者にとっての安全・安楽な技術とは」についてリフ
レクションを行った。3.結果：汚染したシーツを交換するために、ほとんどの学生が患者
を車椅子に移動する技術を選択した。リフレクションでは、安全に関して「行動範囲や疼痛
などの患者の状態のアセスメント不足」「危険を予測し安全に配慮した説明の不足」「患者
を支えられるように立つ位置を考えること」「患者が移動しやすい車椅子の配置を考えるこ
と」を学んでいた。安楽に配慮した技術に関しては、「安心を与える説明」「痛み・寒さに配
慮した援助」が必要であると学んでいた。2年生が評価者と患者役を行ったことにより、緊
張感が和らぎリフレクションでも活発な意見交換ができた。4.考察：講義で全員が学習し
た事例を活用したことにより、学生全体の知識がボトムアップされレディネスを揃えるこ
とができた。OSCEを実施することで、模倣をする技術ではなく、患者の状態をアセスメ
ントしたうえで技術を選択する必要性を学ぶことができた。実習を経験した2年生が、患者
の立場から意見を述べることで、自分目線ではなく患者の目線に立った援助の必要性に気
づくことができたと考える。

P2-122-2
基礎看護学実習2の実習前演習の学習効果
久野∙咲子（くの∙さきこ）、横山∙佳奈（よこやま∙かな）、團∙たまみ（だん∙たまみ）

NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校

【目的】基礎看護学実習2の実習前演習の学習効果を明らかにする。
【結果】模擬患者の情報収集は紙上事例だけでなく電子カルテに似せた指示簿や画像から情
報を得るようにした。また患者役の教員に看護実践し情報収集や看護計画の追加・修正を
行った。さらにカンファレンスのテーマ選定やカンファレンス実施の演習も行った。演習
で最も参考になったことは「アセスメント」60.5％「カンファレンスの実施」50.6％「カルテ
の見方説明」35.8％であった。教員の指導や演習内容で役立ったことは「患者情報分析の解
説」51.9％「グループワーク時のメンバーの意見」44.4％「グループワーク時の教員の指導」
42.0％であった。看護過程の理解度は全項目「そう思う」以上の回答であった。評価点は「情
報収集」4.0（昨年3.7）、「情報分析」3.6（昨年3.6）、「看護診断」3.8（昨年3.7）、「看護計画」
3.6（昨年3.8）、「評価」3.5（昨年3.6）であった。

【考察】情報収集は患者の状態や発言が常に変化する流動的な臨床場面で緊張感がある中で
行われる。臨場感のある場面を設定しロールプレイしたことは実践に即した学びになった。
実習前演習は情報収集に対する困難感を軽減し情報収集能力が高まった。患者情報分析の
解説は実習を想起でき既習の復習にもつながっていた。実習前演習は臨床を想定したロー
ルプレイやカンファレンス、演習時のグループワークにより問題解決技法が身に付き看護
実践力を高める効果があった。

【結論】実習前演習は既習の知識を統合して看護の展開方法に必要な知識や技術を学びなお
す機会になる。また問題解決技法が身に付き看護実践力を高める効果がある。

P2-122-1
新人看護教員の授業リフレクションの経験に関する記述的研究
松本∙容子（まつもと∙ようこ）、佐藤∙美春（さとう∙みはる）

NHO 姫路医療センター附属看護学校

【研究目的】新人看護教員の授業展開の実際から自己の内面過程の変化を分析・意味付けし、
授業展開に必要な看護教育実践を明らかにする。【時期】令和4年5月～令和6年3月【内容・
方法】質的記述的研究、1）令和4年5月、1回目授業者が担当する1学年科目「日常生活援
助基礎技術」単元「全身清拭・寝衣交換の援助の実際」の授業実施後、12月の研修において
外部講師による指導案指導を受けて修正をした。2）令和5年授業研究2回目実施、他校教
員（1・2年目と10年目以上）と授業者で意見交換後、リフレクションシートをカテゴリー・
変容的学習論別に分類した。【結果・考察】1回目の授業は、学生の反応を収集してまとめき
れず、学生は教員の不安をキャッチし、相互作用は効果的に発揮されなかった。授業実践
に伴う困難感には「方向性を失うジレンマ」等の経験があった。同内容の2回目の授業研究
では、学生の反応を捉え、目標到達に向けた授業実践より、相互作用の中で授業展開がで
きた。授業者と授業参観教員との授業リフレクションでは授業者と新人教員の見解に差は
なかったが、10年目以上の教員からは教材研究や発問スキルについての助言があった。授
業研究を行うことで授業リフレクションのきっかけとなり、新人看護教員の授業実践に伴
う困難感から客観的な教育実践への示唆を得て、変容的学習へとつながった。

P2-121-8
患者の生活における目標達成に向けた支援－患者の意思決定に各分野の認
定看護師が介入して－
河端∙真弓（かわばた∙まゆみ）、藤島∙愛華（ふじしま∙あいか）、河添∙若奈（かわぞえ∙わかな）、深山∙美香（ふかやま∙みか）

NHO 熊本医療センター看護部

【目的】治療方針の決定に際し、認定看護師が協働した意思決定支援の一例を報告する。【背
景】患者は80歳代女性、尿管癌に対して化学療法を受け、高齢であることや息子に迷惑を
かけたくないという意思があり、根治術はしないと決めていた。しかし膀胱転移を認め、
医師に根治術を提案された。庭の手入れが生きがいで、自分のことは自分で行いたいとい
う目標があったが、手術を受ければ自立できないと考えていた。一方で尿失禁による苦痛
は大きく、休息や家事も行えない状況であった。患者は意思決定ができず、看護師も手術
が最善の選択であるのか疑問があった。【結果】尿失禁のQOL評価（KHQ）を行った結果、
高度のQOL障害を認めた。医師、各専門分野の認定看護師、病棟看護師でJonsenらの4
分割法で意思決定支援のカンファレンスを行った。手術の侵襲は大きいが、手術をしない
場合は膀胱タンポナーデや尿失禁の苦痛が続くと予想され、患者の目標達成は困難と思わ
れた。また、手術はQOL改善に繋がる可能性があるというチームでの共通認識ができた。
そこで医師が、手術は生活目標達成に繋がる可能性があると説明し、その上で各専門の認
定看護師が情報提供を行い、患者は手術を決断し手術を受けた。「尿漏れもなくなり、庭の
手入れができて手術をして良かった。90歳まで生きたい。」との言葉が聞かれた。術後転移
があったが、認定看護師が免疫関連有害事象に関する不安に介入し化学療法を継続した。【考
察】各専門分野の認定看護師がKHQ評価表で患者の苦痛を可視化し、患者と生活目標を共
有することでそれぞれの立場で情報を提供したことは、患者の意思決定に繋がった。
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P2-122-7
模擬電子カルテを用いたPBL学習の実態調査
玉村∙真弓（たまむら∙まゆみ）、薮下∙めぐみ（やぶした∙めぐみ）

NHO 北海道医療センター附属札幌看護学校

1．目的：模擬電子カルテを用いたPBL学習を取り入れた事により臨地実習の対象理解に良
い効果が得られたのかを明らかにする。2．実施方法：A専門学校2年生における老年看護
方法論1の講義において、模擬電子カルテを用いたPBL学習を実施した。実施内容は「高齢
者の特徴を踏まえた援助計画の立案・実践｣の講義であった。その学習効果の実態について、
無記名アンケートフォームを用いた質問調査を、2年次領域実習終了後に実施した。3．倫
理審査委員会の承認：国立病院機構北海道医療センター倫理審査委員会の承認を得た。4．
結果：有効回答数は57名（71.2％）であった。｢PBL学習を行った講義は患者をイメージで
きたと回答した学生｣はピアソンの相関係数で0.65であった。｢PBL学習を行った講義は老
年看護への関心を高める｣で0.93、｢必要な学習を自ら考える｣で0.58であった。さらに｢
演習で実践まで行えた事で高齢者の生活背景を知ることができたと答えた｣は0.72であっ
た。｢模擬電子カルテの患者情報をもとに対象を具体的にイメージし自ら学習を進めること
ができた｣は0.54であった。一方で、｢模擬電子カルテで患者をイメージし患者情報を十分
に収集できる｣は0.29であった。自由記載では「電子カルテから収集した情報が完全なもの
ではなかった」という意見があった。5．考察：PBL学習の効果として、高齢者の対象理解
に繋がり学生の思考力向上の一助となった。また、個別性のある援助の立案から実践まで
の一連を体験できたことで、高齢者の看護援助をイメージでき、応用力の向上に繋がると
いう結果を得ることができた。一方で模擬電子カルテの事例の提示は事例の選定や提示方
法に課題があることがわかった。

P2-122-6
科目「日常生活と解剖生理」による学生の学びの実態について
山口∙綾（やまぐち∙あや）1、竹ノ内∙貴裕（たけのうち∙たかひろ）2

1NHO 舞鶴医療センター附属看護学校看護学科、2NHO 姫路医療センター消化器内科血液内科

【目的】新カリキュラム科目「日常生活と解剖生理」を通して、学生が人間の日常生活行動を
解剖生理とつなげて理解できたのか学びの実態を明らかにする。【研究方法】実態調査、対象：
A看護学校2年生31名、期間：令和5年4月～令和6年3月、データ収集方法：1）アンケー
トの実施・結果収集、2）事後課題学習の提示・結果収集、分析方法1）アンケート結果の量
的分析、自由記載内容、2）事後課題学習内容の考察【倫理的配慮】倫理審査委員会の承認を
得て実施し、本研究への協力が自発的かつ任意であり自由意思とすること、参加の有無に
よる不利益や成績への影響が生じないこと、同意は撤回できることを説明した。【実施・結果】
講義では、なぜ人間は走ると呼吸回数が増えるのか、「息をする」「走る」といった身近な日
常生活行動を、呼吸器や筋骨格器など関連する解剖生理を用いて理解できるよう教授した。
科目終了後、「人間の日常生活行動を解剖生理とつなげて理解できたか」、「今後その知識を
活用できそうか」についてアンケートを実施した。結果60％が「大いにそう思う」、40％が「そ
う思う」であった。事後課題学習は、排便行動のメカニズムを、関連する解剖生理を活用し
て整理するよう提示した。結果、消化器系・脳神経系・筋骨格系などの知識を活用して整
理できていた。【考察】教授内容に日常生活行動の「息をする」「食べる」「排便をする」など、
学生がイメージしやすい日常生活行動を選定したことで、人間の日常生活行動を解剖生理
とつなげて理解できた。また、解剖生理の知識を活用し、日常生活行動のメカニズムの理
解につながった。今後、その知識を看護実践に活かせるよう支援する。

P2-122-5
下級生のOSCEに模擬患者・評価者として参加した学生の学び
藤崎∙奈穂（ふじさき∙なほ）、桑原∙愛子（くわはら∙あいこ）

NHO 大阪医療センター附属看護学校

【目的】下級生のOSCEに模擬患者・評価者として参加した学生の学びを明らかにする。【方
法】≪対象≫A看護学校2年生81名≪時期≫令和6年3月≪方法≫令和6年3月に下級生の
OSCEに模擬患者・評価者として参加。前日に事例説明、評価方法、下級生とのペアリン
グ、タイムスケジュールを提示。翌日2学年で合同リフレクションを実施。【結果および考
察】患者の状況から必要な日常生活援助を考えること、患者の安全・安楽を考慮した援助を
提供することを目標に事例を活用した下級生のOSCEに参加した。参加後のリフレクショ
ンでは、具体的で十分な説明などの「患者を尊重した関わり」、患者から目を離さない、作
業域の確保などの「安全面への配慮」、反応を捉え評価する「患者の状態アセスメント」や「客
観的に技術を評価する重要性」という学びを得ることができた。評価者を体験した学生の視
点は、教員が日々指導している視点と同じであることが分かった。2年生の技術習得にも課
題はあるが、看護として重要なことは日々の教育で理解していること、客観的評価の視点
は養われていることが明らかとなった。学生が、評価の視点を理解できることは、自己評
価を受ける際の公平性や客観性、納得性の理解にもつながるのではないかと考える。【結論】
教育目標や理念を基にした教員の意図的な教育により、学生は看護の視野が学べているこ
とが分かった。模擬患者として下級生からの技術提供を受け、自己の技術力向上の必要性、
看護について下級生と共に考えるよい機会となり、有意義であったことが分かった。学生が、
看護の視野を豊かにできるように教育実践能力の向上に努めたい。

P2-122-4
看護学生の夜間看護を学ぶためのシミュレーション教育の実践報告
松浦∙美代（まつうら∙みよ）、佐藤∙美春（さとう∙みはる）

NHO 姫路医療センター附属看護学校

【はじめに】3年次に専門分野の知識・技術を統合して、看護実践できる能力を養うことを科
目のねらいとし、夜間に行われる看護が理解できるようシミュレーション教育を実施して
いる。その結果と学生の学びについて報告する。【方法】模擬病床を夜間に見立て部屋を暗
い状況にし、患者3名の観察・看護が実践できるようにした。患者設定は転倒リスクの高い
高齢者、酸素療法・点滴静脈内注射・膀胱留置カテーテルを留置している患者、ADLは自
立しているがベンゾジアゼピン系睡眠薬を内服している患者とした。学生は3 ～ 4名のグ
ループで代表者1名が約7分間で観察・看護を実施した。実施後にクラス全体でデブリーフィ
ングを実施した。【結果】学生は3名の患者の優先度を考え、誰から観察を行うか考えられ
ていた。患者が呼吸していることに気づくことはできたが、それが重要な観察項目である
という認識は低かった。カーテンの開閉等の物音や声の音量については配慮が不足してい
た。酸素療法・点滴静脈内注射・膀胱留置カテーテルのライン類に問題がないかを観察す
ることはできたが、懐中電灯の扱い方を含む観察方法には課題があった。ナースコールや
履物を確認し、適切な位置に配置できる学生もいた。【考察】学生は夜間看護のシミュレー
ションから多くの学びを得ていた。優先度や観察項目は授業で考えることができたが、そ
の観察方法や夜間ならではの配慮については体験することによって得られる学びであった。
体験した内容はグループによって差があるため、デブリーフィングにより、自らの思考や
他学生の気づきを共有し理解することができた。
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P2-123-3
当院における電子会議室を活用したポリファーマシー改善への積極的な介入
福島∙庸希（ふくしま∙こうき）1、山下∙裕介（やました∙ゆうすけ）1、中山∙実智惠（なかやま∙みちえ）1、
南山∙啓吾（みなみやま∙けいご）1、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）2

1NHO あわら病院薬剤科、2NHO あわら病院院長

【目的】老年内科を有する当院では、高齢患者が多く、ポリファーマシーとなっている場合
が多い。ポリファーマシーの改善に向けて当院では、2020年より院内情報共有システムを
用いた電子会議室で患者の薬剤適正使用多職種カンファレンスを立ち上げたが、情報共有
の方向性が定まっていなかったため、ほとんど意見交換がなされなかった。2023年より、
処方変更の理由について提示することで医師からの意見が得られるようになったため報告
する。

【方法】持参薬鑑別の情報をもとに、「高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2015」より減
量を検討すべき薬剤、薬効が類似しており減薬を検討できそうな薬剤などについて色分け
した表を薬剤師が作成し、薬剤総合調整案として薬剤適正使用多職種カンファレンスに投
稿することで、処方提案を行う。提案内容について調整案を確認し、変更可能な場合は変
更内容と変更理由について投稿する。その内容をもとに主治医は変更を検討する。

【結果】2023年度の持参薬鑑別件数は317件、処方提案数は125件、処方変更件数は33件、
薬剤総合調整加算件数は3件であった。変更理由としては、OD錠への変更による誤嚥リス
クの回避が最も多く、次いで服用錠数減によるアドヒアランス向上であった。

【考察・展望】電子会議室を活用することにより、時間的に拘束されることなく提案ができた。
多職種からのコメント・変更理由なども文章として記録に残り分かりやすいため、効率的
に多職種で情報共有が行えていると考えられた。しかしながら、本取組み開始後も、算定
件数はわずかであるため、今後はより算定に結び付けられるよう更に多職種と連携し、ポ
リファーマシーの改善に貢献していきたい。

P2-123-2
和歌山病院におけるポリファーマシー改善への取り組みと介入症例の分析
検討
仙石∙歩夢（せんごく∙あゆむ）、廣瀬∙沙紀（ひろせ∙さき）、山内∙真治（やまうち∙しんじ）、中西∙陽一（なかにし∙よういち）、
清水∙宏太郎（しみず∙こうたろう）、渡辺∙雄太（わたなべ∙ゆうた）、井上∙敦介（いのうえ∙あつゆき）

NHO 和歌山病院薬剤部

【目的】
当院ではポリファーマシー改善への取り組みとして、2023年4月より薬剤総合評価調整加
算の算定を開始し、2024年1月からは薬剤部内カンファレンスを毎週開催し症例検討を
行っている。今回、これまでの取り組みと実際に介入した症例を振り返ることで現状を分
析し、今後の課題について検討したので報告する。

【方法】
2023年4月～ 2024年4月に当院の急性期病棟に入院し、薬剤総合評価調整加算の算定を
行った症例を対象とした。電子カルテから症例背景、服用薬剤、算定の経緯等について分
析した。なお、個人情報保護の観点から倫理的にも配慮した。

【結果】
症例は38例（男性25例、女性13例）。薬剤総合評価調整加算の算定件数は、薬剤部内カン
ファレンスの開始後2.7倍に増加し、全ての薬剤師で算定取得が可能となった。介入内容と
しては、薬剤の減量・変更よりも中止・終了が多数であり、対象薬剤は鎮痛薬が最も多かっ
た。介入の理由としては服用意義の低下が多数を占め、薬剤師の介入にて服用終了する例
が多かった。

【考察】
薬剤部内カンファレンスにて症例検討を行うことで多角的な介入方法や事例を全薬剤師が
共有することができ、算定増加に繋がったと思われる。介入の理由として服用意義の低下
が多かったことは、病院薬剤師は入院時の持参薬面談にて全ての服用薬剤についての状況
を把握し、さらには他職種の客観的な評価も共有することで質の高い薬学的介入が行えた
ためと考えられた。
今後は、ポリファーマシーへ介入した退院後も評価を途切れさせないような薬薬連携を行
い、更なる薬物療法の質の向上に貢献していきたい。

P2-123-1
3剤以上を混合した新たな配合変化表の作成と薬剤師・看護師への業務負
担軽減調査
安田∙和誠（やすだ∙かずまさ）、田沼∙健太郎（たぬま∙けんたろう）、船崎∙秀樹（ふなざき∙ひでき）、近藤∙直樹（こんどう∙なおき）

NHO 東京病院薬剤部

【目的】
注射薬3剤以上を同一経路から投与する事例は情報が乏しいものの実臨床で多く行われて
おり、薬剤師は問い合わせに多くの時間を要し、看護師はその回答まで薬剤投与が出来な
いため、薬剤部・看護部双方の業務負担となっていた。
そこで、双方の業務負担軽減を目的に3剤以上を混合した配合変化表を作成し、双方の業務
負担が軽減したか調査を行った。

【方法】
配合変化表の作成は、看護師から薬剤部に問い合わせのあった事例を参考に、各医薬品の
製薬企業が公表している配合変化表などでpH情報を確認、配合可否を評価した。また全職
員が配合変化表を閲覧できるよう電子カルテに掲載した。
さらに薬剤師、看護師の業務負担効果の調査として、配合変化表作成前後（2023年7月～
2024年1月と2024年2月～同年4月）における薬剤部への問い合わせ件数の比較と薬剤
師、看護師へアンケート調査を実施した。

【結果】
薬剤部への問い合わせ件数は、配合変化表作成前後で平均21件/月から平均14件/月へ減
少し、業務負担の軽減につながった。また、薬剤師へのアンケート調査結果（n＝11）では、
業務負担の軽減点数は平均4（5点満点）、看護師に対するアンケート調査結果（n＝15）で
は平均3.8であり、配合変化表に登録する医薬品数が増えれば、より有用なツールとなるこ
とが示唆された。

【考察】
薬剤師、看護師に対する業務負担軽減を更に推進するためには、更なる配合変化に関する
データ収集を行う必要があると考える。また、配合可否の評価は各医薬品のpH情報が主で
あり、配合による力価低下は評価していないため配合後の影響調査も今後の課題である。

P2-122-8
看護基礎教育にICTを活用した教育的効果～技術練習にロイロノートを導
入しての実践報告～
坂根∙朋弥（さかね∙ともや）1、竹ノ内∙貴裕（たけのうち∙たかひろ）2、佐竹∙美保（さたけ∙みほ）1

1NHO 舞鶴医療センター附属看護学校、2NHO 姫路医療センター消化器内科血液内科

【目的】基礎看護学における技術習得に向け、練習時にロイロノートを導入しての技術習得
状況への効果を明らかにする。【研究方法】実態調査、対象：A校1年生26名、期間：令和
5年5月～ 11月、データ収集方法：1）車椅子移乗実技試験習得状況の比較 2）練習動画投
稿数を収集 3）学生の感想を収集、分析方法：1）実技試験後、動画投稿数や技術習得状況を
比較 2）自由記載を質的に分析。【倫理的配慮】本研究への協力が自発的かつ任意であり自由
意思とすること、参加の有無による不利益や成績への影響が生じないことを文書と口頭で
説明し当院倫理審査委員会の承認を得た。【結果】1）実技試験評価点平均は昨年度32.6点、
今年度34.7点、得点8割以上者は昨年度65.6％、今年度84.6％と上昇した。項目別平均
点比較では「V字にした対象の重心が援助者の重心に近づく」「重心を近づけたまま対象を
回転させる」においてt検定で有意差（＜.001）を認めた。2）動画提出回数は平均4回、最
高12回、最低1回、5回以上提出した学生の評価点平均は38.0点、4回以下は32.8点であっ
た。3）自由記載をカテゴリー化すると「技術の客観視による課題明確化」「教員の助言によ
る技術向上」「学生同士の技術確認に活用」「自己の成長を実感」が抽出された。【考察】ロイ
ロノートを導入し実技試験の得点と得点8割以上者に上昇がみられた。また、重心移動を伴
う動作に効果があった。口頭説明や演示だけでなく動画を用いたことで、技術の客観視に
よる課題明確化ができ、教員の助言による技術向上・学生同士の技術確認に活用を経て自
己の成長を実感することができ、「ボディメカニクスの活用・移動の援助」の技術習得に有
効であった。
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P2-123-7
エダラボン点滴静注からエダラボン内用懸濁液切り替えによる有害事象発
現状況調査
松本∙淳（まつもと∙じゅん）1、木村∙修徳（きむら∙よしのり）1、近藤∙讓（こんどう∙ゆずる）2、田中∙誠（たなか∙まこと）1

1NHO 熊本再春医療センター薬剤部、2NHO 福岡東医療センター薬剤部

【目的】熊本再春医療センター（以下、当院）では、神経難病の1つである筋萎縮性側索硬化
症（以下、ALS）の治療が多く行われており、通院・入院等の患者負担軽減を目的として、
エダラボンの注射剤から内用懸濁液への変更が行われている。承認時の臨床試験では、新
規開始患者のみを対象にしており、注射薬から内用懸濁液へ切り替えた患者は含まれてい
ない。そこで、当院にてエダラボン注射剤から内用懸濁液へ切り替えた患者を対象に、副
作用の発現状況について調査をおこなった。【方法】2023年4月から2024年2月までの期
間に当院にて、エダラボン注射剤から内用懸濁液へ切り替えた患者を対象に切り替え後3
か月間の腎機能、肝機能、血球、下痢のイベント発生率について電子カルテを用いて後方
視的に調査を行った。【結果】対象は、21症例（男性 9症例,女性 12症例）で、平均年齢は
65.4歳（45歳-84歳）であった。今回調査した全例で、腎機能異常、肝機能異常、血小板、
顆粒球減少といった血球異常の症例は見られなかったが、下痢が2症例報告された。エダラ
ボン内用懸濁液の投与中止は3症例（14.2％）であり、中止理由は下痢、治療効果の実感の
違いであった。【考察】今回の調査では切り替え後の、腎機能異常、肝機能異常、血球異常
となる症例は見られなかった。エダラボン内用懸濁液へ切り替え後、下痢や治療効果の実
感の違いにより3例が投与中止となったが、再度注射薬に切り替え、治療が継続となった。
エダラボン内用懸濁液へ切り替え後は消化器症状の可能性があり、下痢等の副作用や治療
効果、本人の意思を尊重したフォローが重要であると考える。

P2-123-6
抗てんかん薬を服用している重度心身障害者における血清セレン濃度に関
する実態調査
桶本∙幸（おけもと∙ゆき）、田邨∙保之（たむら∙やすし）、土井∙さおり（どい∙さおり）、塚本∙美緒（つかもと∙みお）、
仲村∙弥栄子（なかむら∙やえこ）、大倉∙あすか（おおくら∙あすか）

NHO 南京都病院薬剤部

重症心身障害者（児）は、セレン欠乏症を発症するリスクが高いことが報告されている。セ
レンを含む微量元素が様々な代謝過程に関与していることも知られている。加えて重度心
身障害者（児）では、てんかんの合併が高頻度でかつ難治例が多いとされている。てんかん
患者の血清セレンレベルは、健康な対照と比較して減少したという報告を知り、今回当院
における重度心身障害者における血清セレン濃度と抗てんかん薬の血中濃度とセレン及び
抗てんかん薬の投与量の変化について調査を行ったので報告する。調査対象は、当院入院
中の18歳以上の重度心身障害者で食事の摂取形態には関わらない。調査項目は年齢、性
別、血清セレン濃度及び抗てんかん薬服用の有無と血中濃度である。調査期間は2022年
4月~2024年3月までとした。対象者は65名であり、内訳は男性42名女性23名であり、
平均年齢は46.3歳であった。抗てんかん薬服用患者が58名で、そのうち17名がバルプロ
酸Naを服用していた。2023年測定時に、血清セレン濃度が基準値内であったのは38名

（58.4%）、以下は25名（38.5%）、以上は2名（3.1%）であった。2022年からの2年間で
血清セレン濃度の基準値を満たしたのは26名で、そのうち4名がバルプロ酸Naを服用し
ていた。バルプロ酸Na服用患者において2年連続して血清セレン濃度の基準値を満たした
患者は少なく、相互作用の可能性が疑われた。今後も血清セレン濃度に対する抗てんかん
薬の影響に関するモニタリングを続ける必要がある。

P2-123-5
テオフィリン、タムスロシン徐放性製剤の薬物動態に変動を与える食事の
影響
中澤∙一治（なかざわ∙かずはる）

NHO 東埼玉病院臨床研究部

【目的】
昨年の本学会において、徐放性製剤の60％で、食事の影響により薬物動態（PK）が変動す
ることを報告した。本発表では、特に血中濃度の増減が循環器に影響を与える医薬品で銘
柄数の多いテオフィリン徐放性製剤とタムスロシン塩酸塩徐放性製剤について、血中薬物
濃度時間曲線下面積（AUC）と最高血中濃度（Cmax）の変動への食事の影響を調査した。

【方法】
医薬品のインタビューフォームに記載のある生物学的同等性試験（BE試験）のデータを利用
した。有意差検定には有意水準p＜0.01として、対応のあるt検定を行った。

【結果】
1テオフィリン徐放錠では、食後の服用で、AUC、Cmaxが有意に増加した。
2タムスロシン塩酸塩徐放性製剤では、食後の服用で、AUC、Cmaxが有意に減少した。
3テオフィリン徐放性製剤について、空腹時服用に対する食後服用後のAUC並びにCmax
の変動率は各BE試験間でばらつきが大きく、後発医薬品と標準製剤との間には相関傾向が
あった。
4タムスロシン塩酸塩徐放性製剤についても、空腹時服用に対する食後服用後のAUC並び
にCmaxの変動率は各BE試験間でばらつきが大きく、後発医薬品と標準製剤との間には有
意な相関があった。

【考察】
食後の内服で、テオフィリン徐放性製剤は、血中濃度が増加し、タムスロシン塩酸塩徐放
性製剤では、血中濃度が低下する。こうした血中濃度の変動は、食事の内容（質と量）によ
ると考えられた。血中濃度の急激な増減などの変動は薬効の低下や有害事象に繋がる。食
事の影響のない服用方法や他の同効薬の使用を配慮する場合があると考察する。

P2-123-4
主にCYP（肝代謝酵素）代謝薬剤を用いた指導患者への薬物相互作用モニタ
リングについて
岡∙俊太（おか∙しゅんた）、後藤∙友美子（ごとう∙ゆみこ）、新井∙好子（あらい∙よしこ）

NHO 村山医療センター薬剤部

【はじめに】薬物相互作用は、指導患者の副作用モニタリング・薬物適正使用など多岐に必
要とされており、全ての診療科において必要性が感じられる。当院入院患者においては治
療薬として5疾病、他生活習慣病治療薬等を服用している患者が幅広く入院しており介入
の必要性があると考えられる。また、本活動の目標として指導患者の副作用モニタリング・
薬物適正使用としている。【目的】主にCYPを対象とした相互作用確認資料を作成し、各項
目を集計することを目的とした。【対象および方法】2024年5月より担当病棟にて服薬指導
を行った患者を対象とした。また高度～中等度の影響がある薬剤として基質薬のAUCが、
阻害薬により2 ～ 5倍以上、誘導薬により1/2 ～ 1/5倍以上影響するとされているものと
した。【結果】平均年齢、全症例件数、高度～中等度の影響がある薬剤を併用している患者
件数、その内のAUC5倍・1/5倍の件数・担当医等へ啓発した件数・副作用症状が現れた
件数・実際の変更件数をそれぞれ現在中間報告として集計中である。【考察】現在集計途中
ではあるが、薬剤変更数が低い傾向にある。考える理由としては、かかりつけ医からの継
続で使用している薬剤のため安易に変更ができない点、症状から判断し変更が難しい点、
低用量で開始し経過を見ている点等が挙げられる。しかし、本活動の目標として指導患者
の副作用モニタリング・薬物適正使用にあることから、併用禁忌等の啓発はもちろんのこと、
初期副作用等症状があらわれた際の処方中止・変更の指標として今後も介入を行いたいと
考えている。また、この集計を継続して行い資料として作成する予定である。
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P2-124-3
腹部大動脈瘤破裂後，ステントグラフト挿入術後の一症例における骨格筋
量変化について
内藤∙裕治（ないとう∙ゆうじ）、森∙雄司（もり∙ゆうじ）

NHO 静岡医療センターリハビリテーション科

【背景】腹部大動脈瘤（AAA）に対するステントグラフト挿入術（EVAR）は, 侵襲性の低い治
療法として重要性を増しており, 開腹手術に比べ早期に身体機能が回復するとされている．
しかし, 術後の骨格筋量の変化に着目した報告は少ない. 今回, AAA破裂後に緊急でEVAR
施行後, 術後経過が良好であった症例について超音波エコーを用いて骨格筋量評価を行うこ
とができたため報告する．【臨床経過】症例は70歳代男性, AAAの診断で当院救急搬送さ
れ, 緊急手術が施行された．術後1日目からベッド上での理学療法を開始した．術後2日目
からベッドサイドで立位での足踏み運動を開始した．術後3日目から歩行器歩行訓練を開始
し, 術後4日目に点滴架台を使用してのトイレ歩行が自立となった．術後8日目に500m歩
行が可能となり, 術後9目には1階から3階までの階段昇降動作が可能となった. 術後12日
目に自宅退院となった. 身体機能の変化として, 術後3日目である集中治療室退出時評価で
Medical research council（MRC）scoreが60点, Barthel index（BI）25点, Functional 
status score for the ICU（FSS-ICU）23点であった．退院時評価として，MRC score60点, 
BI100点, FSS-ICU35点であった.骨格筋量については, 大腿部遠位1/3部分で大腿直筋と
中間広筋を合わせた筋厚と大腿直筋の筋断面積を評価し, それぞれ術後1日目で3.04cm, 
4.38cm2, 術後7日目で2.43cm, 3.65cm2であった．【結論】EVAR術後, 身体機能の回復
が良好な症例であっても, 骨格筋萎縮が生じている可能性がある．

P2-124-2
CPX導入に伴った運動負荷の再設定
大松∙佑也（おおまつ∙ゆうや）、黒崎∙亨（くろさき∙とおる）、幸田∙祐美（こうだ∙ゆみ）、桑本∙美由紀（くわもと∙みゆき）

NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科

【初めに】当院は2024年1月より心肺運動負荷試験（以下、CPX）運用を開始した。それ以
前は嫌気性代謝閾値（以下、AT）相当とされるBorgスケール及びカルボーネン法を指標と
して運動負荷強度の設定を行っていた。今回、外来心臓リハビリ参加患者において、CPX
前後での運動負荷の変化と患者の反応について報告する。【対象と方法】2024年1月～ 5月
にCPXを実施した患者うち当院の外来心臓リハビリに参加している患者9名（男性7名、女
性2名、年齢71.9歳±14.5）を対象とし、CPX前とAT時のBike負荷量（W 数）及びBorg
スケール、βブロッカー使用の有無を調査した。【結果】負荷量はCPX前がAT時より高負
荷であった患者は4名、AT時が高負荷であった患者が4名、同等であった患者が1名であっ
た。Borgの平均はCPX前12.2、AT－Borg14.6であった。βブロッカーは全症例におい
て使用されていた。【考察】βブロッカーは労作時の心拍抑制があるため、当院での負荷漸
増は主観的評価であるBorgに頼っていた。4名はAT時が高負荷であり、CPX後のリハビ
リ時に負荷漸増に対して疲労感が増加することが理由で拒否的な反応を示した。運動負荷
の再設定後は特に負荷量が増加する患者はネガティブな反応を示す可能性が高く、適切な
負荷での運動の有意性を説明し、誘導することが必要である。その際、心不全療養指導士
や心リハ指導士等の有資格者による指導を行うことで患者の理解と納得が得られ、適切な
負荷での運動が可能となった。今後も経過を追跡し、日常生活での疲労軽減などを確認し
ていきたいと考える。

P2-124-1
心肺運動負荷試験導入への取り組み
幸田∙祐美（こうだ∙ゆみ）、大松∙佑也（おおまつ∙ゆうや）、黒崎∙亨（くろさき∙とおる）、桑本∙美由紀（くわもと∙みゆき）

NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院では2019年11月より心臓リハビリテーションを開始、同年12月から外
来心臓リハビリテーションを開始した。2024年から心肺運動負荷試験（以下CPX）を開始
するにあたり、リハビリテーション科（以下リハ科）での運用に向けて取り組みをおこなっ
たので報告する。【運用開始までの対応】CPX導入決定後、検査実施場所の検討を行った。
施錠の有無、検査中のプライバシーの確保、温度・湿度の管理が可能な点からリハビリテー
ション部門の一室に決定し、部屋の整理、レイアウト変更を行った。CPX搬入後、リハ科
用マニュアルの作成と職員教育として、業者によるデモンストレーション、オンライン研
修、心臓リハビリテーション指導士による勉強会を実施した。リハ科内でのCPX経験者が
1名だったため、安全性の確保のため検査が円滑に実施できるようになるまではリハ科職員
は2名参加で検査を実施することにした。2024年1月に医師、臨床検査技師、リハ科職員
で運用を開始した。【運用後の対応】呼吸分析マスクのフィッティング確認や検査中の声か
けなど、マニュアルの不足部分を修正した。検査後の物品の取り扱い、書類の管理方法に
ついてもマニュアルへ追加した。問題点があれば適宜マニュアルへ加筆・修正しているが、
現在まで大きなトラブルはなく経過している。【今後の課題】現在、CPX検査にリハ科職員
が2名参加しているため、1名移行できるようトレーニングを行っている。検査を担当する
リハ科職員が3名と少数であるため、新しく担当する職員でもスムーズに検査が行えるよう
に、他職員の教育とマニュアル整備を継続する必要がある。

P2-123-8
頭頚部がんに対する光免疫療法（頭頚部アルミノックス療法）導入に向けた
薬剤部の取り組み
池上∙洋平（いけうえ∙ようへい）、小田∙亮介（おだ∙りょうすけ）、丸山∙直岳（まるやま∙なおたけ）、福田∙利明（ふくだ∙としあき）

NHO 京都医療センター薬剤部

【背景・目的】切除不能な局所進行または局所再発の頭頚部がんに対して2021年に「アキャ
ルックス（R）」（セツキシマブ　サロタロカンナトリウム）が販売された。光免疫療法（頭頚
部アルミノックス療法）は抗体-光感受性物質複合体であるアキャルックス（R）を点滴した
後にレーザ光を照射する2段階の治療であるが、限定された施設でのみ治療を受ける事が可
能な薬剤のため、国立病院機構管内においても投与可能な施設はまだ多くない。今回、当
院での頭頚部アルミノックス療法導入に向け、薬剤部で取り組みを行ったため報告する。【導
入に向けた取り組み】アキャルックス（R）は光に対し不安定であるため、調製環境の照度に
ついて計測を依頼した。抗がん剤調製は前投薬の投与時間を活用し搬送後速やかに投与が
開始できるよう調製後の病棟への薬剤搬送は薬剤師が行った。調製後の監査は、光曝露を
避けるため調製時に無菌室内で同時に目視検査を実施した。アキャルックス（R）調製時には
適合性が確認された空バッグを用いて調製を行うこととなっていることから、アキャルッ
クス（R）との適合性が確認され、CSTD専用の投与ルートとの適合性が確認されたJMSセー
フミック（R）TPNバッグを新たに採用し調製を行った。【結果・考察】医師および病棟看護師
と投与前に申し合わせを行うことで、抗がん剤調製から投与開始までをシームレスかつ速
やかに行うことが出来たが、前投薬の滴下が上手くいかず、僅かながら搬送後に待機時間
が発生した。また、今回は薬剤師が薬剤の搬送を行ったが、搬送者や搬送後の薬剤の保管
場所などについては今後検討を進める必要があると考える。
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P2-124-7
生体肝移植を目指した肝肺症候群患者に対する理学療法を経験して
田中∙透（たなか∙とおる）、斎藤∙克己（さいとう∙かつみ）、東∙大介（ひがし∙だいすけ）

NHO 埼玉病院リハビリテーション科

【はじめに】肝疾患にまれに合併する肝肺症候群は肺血流の異常により著明な低酸素血症を
きたす疾患である。肝肺症候群は進行性の病態で肝移植をしない例は予後不良とされてお
り移植までの待機中の低酸素血症予防とADL維持が最重要である。肝肺症候群に対するリ
ハビリテーション（以下、リハ）に関する報告は少なく今回その機会を得たのでリハ内容を
中心に報告する。【症例】60歳男性、BMI：24、診断名：肝硬変　肝肺症候群、職業：中学
校教師【取り組み】本症例はアルコール性肝硬変により肝肺症候群を生じた症例であり、肝
肺症候群の低酸素血症の特徴として肺底部での肺動脈拡張と換気血流比不均等により動静
脈シャントが生じたものとされている。そのため臥位より立位での低酸素血症が著明であ
る扁平呼吸を呈するのが大きな特徴である。リハ期間は3カ月、頻度は週4 ～ 5回、内容
は立位で換気不均等、シャントが生じることから1.臥位での下肢運動2.立位でのスクワッ
トやカーフレイズ後に直ぐに臥位へなること3.歩行練習（40m程度）後は直ぐに臥位になる
こと4.リクライニングした状態での下肢エルゴメーターなどなるべく低酸素血症を回避で
きるような工夫をしながら実施した。その結果初期ではSPPB7点から8点と改善した。【考
察】肝肺症候群は症例数が少なくかつ進行性の病態で肝移植をしない場合、診断後2年半で
41％が死を転帰し予後不良とされている。そのため移植前と移植後のADL維持のためのリ
ハビリは重要であると考える。

P2-124-6
さがみはら病院心リハクイズの作成と運用
小池∙友和（こいけ∙ともかず）1、三澤∙俊太（みさわ∙しゅんた）1、公文∙彩（くもん∙あや）2、轟∙大輔（とどろき∙だいすけ）1、
清水∙恵子（しみず∙けいこ）3、内藤∙万恵子（ないとう∙まえこ）4、鷺池∙一幸（さぎいけ∙かずゆき）1、増田∙公男（ますだ∙きみお）1、
山本∙明日香（やまもと∙あすか）5

1NHO 相模原病院リハビリテーション科、2NHO 相模原病院麻酔科、3NHO 相模原病院看護部、 
4NHO 相模原病院栄養管理室、5NHO 相模原病院循環器内科

【背景・目的】心臓リハビリテーション（CR）で行われる疾病管理としての患者教育、生活指導、
動機付けによる自己管理（セルフケア）の徹底は、個々の患者の理解度や実効性を評価しつ
つ多職種で取り組む必要がある。今回、我々は多職種での情報共有および指導の個別化を
目的に、患者の理解度や実効性を客観的に評価するツールを作成した。【方法】医師・看護師・
理学療法士・臨床心理士・栄養士の意見を取り入れ、さがみはら病院心リハクイズを作成
した。内容はテスト形式とし運動の重要性と効果、生活の注意点などの理解度、食事や運動、
内服の自己管理を続けていく実行力を評価できるものとした。テストは外来初回、3カ月時、
終了時に行い問題形式は○×による真偽式、選択肢による組み合わせ式、VASを使用した
記入式とした。対象は当院の外来CRへ通院している患者とし、2024年4月から運用を開
始した。【結果】12名へクイズを実施したところ、回答に要する所要時間は10 ～ 15分で
あった。全ての患者で回答が得られたが、視力や認知機能低下等の理由により、3名は回答
に職員のサポートを必要とした。初回の結果では、本人の知識量や間違った理解、アドヒ
アランスの確認により、結果を踏まえた指導を行うことができ、2回目以降は経時的に評価
を行うことで学習効果や理解度、実効力の把握に繋げることができた。また、テスト形式
にすることで認知バイアスにより隠されていた問題点も明らかにすることもできた。【結語】
今回のツールを用いることで、疾病管理としての患者指導、セルフケア能力を客観的に評
価でき指導をより充実したものとすることができた。今後は症例を重ね、効果の検証を行っ
ていく。

P2-124-5
心疾患患者に対して理解度チェックリストを用いた当院における新たな取
り組み
三澤∙俊太（みさわ∙しゅんた）1、小池∙友和（こいけ∙ともかず）1、公文∙彩（くもん∙あや）2、轟∙大輔（とどろき∙だいすけ）1、
内藤∙万恵子（ないとう∙まえこ）3、佐藤∙奈緒美（さとう∙なおみ）4、鷺池∙一幸（さぎいけ∙かずゆき）1、増田∙公男（ますだ∙きみお）1、
山本∙明日香（やまもと∙あすか）5

1NHO 相模原病院リハビリテーション科、2NHO 相模原病院麻酔科、3NHO 相模原病院栄養管理科、 
4NHO 相模原病院看護科、5NHO 相模原病院循環器内科

【背景】心不全や心筋梗塞などの心疾患症例は、十分な知識が得られないまま社会生活に復
帰することで、疾患の再発や増悪につながる恐れがあり、自己管理（セルフケア）能力を身
につけていく必要がある。患者指導に関しては、個々の患者の状況を包括的に評価し、個
別の対応を行うのが望ましいと言われており、セルフケア能力を事前に捉えることは重要
である。【目的】今回我々は、心疾患症例患者におけるセルフケアの理解度を評価し、臨床
に生かすこととした。【方法】医師・看護師・理学療法士・臨床心理士・栄養士の意見を取
り入れ、テスト形式とし運動の重要性と効果、生活の注意点などの知識問題となる理解力を、
食事や運動、内服の自己管理を続けていく実行力を評価できるものとした。問題形式は○
×による真偽式、選択肢による組み合わせ式、VASを使用した記入式とした。対象は当院
へ2024年5月から当院循環器内科へ入院となった心不全および急性心筋梗塞症例とし、入
院中に上記ツールによる評価を行い、結果に基づいた個別の指導を行うこととした。【結果】
回答内容を分析することで理解が不足している部分や本人が不安に感じていることを抽出
することができ、どこに指導の重点を置くべきなのか明確化してから個別指導につなげる
ことができた。また、臨床心理士や栄養士の介入するきっかけ作りにも利用でき包括的心
臓リハビリテーションの実践につながった。【今後の展望】入院中に十分な知識が得られな
い症例に対しては外来心リハの移行を促し途切れのない体制を作っていく必要がある。

P2-124-4
高齢心疾患患者における下肢筋力とガス交換比の関係
岩田∙直人（いわた∙なおと）1、斉藤∙雅哉（さいとう∙まさや）1、加藤∙穣（かとう∙じょう）2、鈴木∙祥司（すずき∙しょうじ）2

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2NHO 霞ヶ浦医療センター循環器内科

【はじめに】先行研究において、心肺運動負荷試験（CPX）を最大努力下で実施できる膝伸展
筋力体重比のカットオフ値は0．5（kgf ／ W）とされている。近年、心疾患患者の高齢化に
伴い、CPXを最大努力下で実施できているか否かは信頼性に欠ける。今回は高齢心疾患患
者（65歳以上）のみを対象に下肢筋力とガス交換比の関係を明らかにすることとした。【方
法】2021年4月から2024年3月までに当院循環器内科に入院後、外来心臓リハビリテー
ションに参加しCPXを実施、同日に膝伸展筋力を測定した76名（男46名、女30名）を対
象とした。最高ガス交換比（pRER）を1．15以上と未満の2群間（以上55名、未満21名）
に分け膝伸展筋力体重比と比較し、さらにpRER1．15以上となる膝伸展筋力体重比のカッ
トオフ値を算出した。【結果】2群間において膝伸展筋力体重比に有意差が見られた（以上0．
53 kgf ／ W、未満0．45kgf ／ W、p＜0．02）。また、pRER1．15以上となる膝伸展
筋力体重比のカットオフ値は0．5kgf ／ W（曲線下面積0．7、95%信頼区間0．5－0．8）
であった。【結語】本研究において、下肢筋力とガス交換比の関係性については先行研究を
示唆する形となった。また、高齢心疾患患者においても同様の関係性が明らかとなり、膝
伸展筋力はCPXにおいて最大努力下で遂行できるか否かの予測値の一助となる可能性が示
唆された。
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P2-125-3
動画視聴後のリフレクションがもたらす接遇改善の効果
大澤∙麗美（おおさわ∙れみ）1、吉田∙恵美子（よしだ∙えみこ）1、中村∙弘子（なかむら∙ひろこ）1、長洞∙千鶴子（ながほら∙ちづこ）1、
白石∙静（しらいし∙しずか）2、田中∙真紀（たなか∙まき）3、谷口∙由恵（たにぐち∙よしえ）4

1NHO 八戸病院看護部、2NHO いわき病院看護部、3NHO 花巻病院看護部、4NHO 函館病院看護部

【はじめに】A病院では接遇マニュアルの内容を見直し、接遇改善に向け2022年に意識調
査を行った。その結果、見直した接遇マニュアルは意識変化をもたらすものではなかった。
そこで病棟内で起こりうる接遇場面2事例の動画を作成した。その動画を視聴後にリフレク
ションをすることで接遇を改善出来るのではないかと考えた。【研究目的】接遇に関する事
例の動画視聴とリフレクションによる接遇改善効果を明らかにする。【研究方法】A病院の
看護職員を対象とし同意を得られた86名を19グループに分け、動画を視聴後リフレクショ
ンを行った。リフレクション2か月後に2022年と同様のアンケート調査を実施し、比較検
討した。【結果と考察】事例1はケア中の私語に関する内容でリフレクションでは「よくある
場面で気をつけたい」という意見が聞かれた。事例2は廊下での大声の会話で「他者がみた
ら不快」という意見が聞かれた。アンケート結果から動画視聴後の自分自身の変化について
87%があったと回答し、「プライバシーに配慮した行動」「大声での会話が減った」という
内容であった。他者が演じている姿を視聴することで自己の接遇を振り返るだけではなく、
自身の職場環境にも影響があるということに気が付いていることから、動画視聴後のリフ
レクションは接遇改善に効果があったと言える。改善につながった行動を維持することは
難しいが、あらゆる看護場面において、継続的にリフレクションを行うことで、自己の振
り返りと行動変容に繋げていく必要がある。【結論】病棟内で起こりうる接遇に関する場面
を撮影後動画視聴し、リフレクションを行ったことは看護職員の意識変化につながった。

P2-125-2
療養介護病棟に入院している神経筋難病患者の満足度の実態調査
佐野∙裕司（さの∙ゆうじ）、多田∙光汰（ただ∙こうた）、高瀬∙季美（たかせ∙きみ）

NHO 高松医療センター看護部

【研究目的】療養介護病棟に入院している神経筋難病患者の満足度を明らかにする【研究方
法】A病院の療養介護病棟に入院している神経筋難病患者10名を対象に文字盤を使用し、5
段階評定尺度を用いて満足度の聞き取り調査を行った。データ収集内容は、「日常生活援助」
8項目、「接遇」4項目、「安全」3項目、「環境」3項目、「療養介護」3項目の計21項目。デー
タ分析は単純集計を行った。【倫理的配慮】研究対象者に同意書にもとづいて同意を得る。
また、研究参加の拒否や中断ができること、研究参加は自由意思であり参加を拒否・中断
した場合においても不利益を受けないことを説明する。また研究対象者となる個人が特定
されないようにプライバシーに配慮し、研究データを研究目的以外で使用しないことを約
束し研究協力が得られた患者を対象とする。【結果】「ほぼ満足・満足」の平均値が80％以
上だったのは「日常生活援助」・「安全」であった。【考察】病棟で人工呼吸器を装着している
患者は8割で、患者全員を週2回入浴介助していることで、「日常生活援助」項目の入浴・整容・
更衣の満足度が高かったと考える。しかし、「安全」の項目のナースコール・アラーム対応
では「ほぼ満足・満足」という回答は60％であり、夜間人数が少ない時間での対応が影響し
ていると考える。【結論】文字盤など患者の残存機能に合わせた声を聴き満足度を知ること
は、看護・ケアの課題を明らかにし、患者のQOL向上や安全・安楽な看護につながる。

P2-125-1
ベッドサイドに電子カルテをもちこんだ際の看護師の行動に関する実態調査
武部∙優花（たけべ∙ゆか）、大野∙令奈（おおの∙れな）

NHO 金沢医療センター看護部

【目的】経験年数ごとに電子カルテ（以下カルテとする）を操作する際の看護師の行動に関す
る実態調査を行いベッドサイドでの患者ケアの行動指針としての示唆が得られたので報告
する.【方法】期間は令和5年8月～ 10月,A病棟看護師30人を対象とし訪室時にカルテをも
ちこんだ際の行動を参加観察した.患者と会話開始からの訪室時間･カルテ操作時間・入力
内容・カルテ操作しながらの会話の有無を観察.経験年数3年目以下と4年目以上の2群間
に分類,マンホイットニーのU検定で分析した．【結果】同意を得た25人に実施.経験年数3
年目以下の訪室時間の平均値は5:38±1:28（分：秒）,カルテ操作時間の平均値は0:31±
1:04（分：秒）,訪室時間に対する操作時間の割合は9.0±15.9（％）であった.経験年数4年
目以上の訪室時間の平均値は6:58±0:05（分：秒）,カルテ操作時間の平均値は0:53±1:55

（分：秒）,訪室時間に対する操作時間の割合は14.1±33.4（％）であった.2群間の訪室時
間は有意差があった（p＜0.05）.カルテ操作時間は有意差がなかった.カルテを訪室時に操
作しない看護師は3年目以下2人,4年目以上4人（2名はカルテ持ち込んでいない）であっ
た.【考察】訪室時間に有意差があったことから,経験年数4年目以上はカルテを活用しながら
患者との会話の中で疾患の特性や病状を理解しながら患者観察しているため訪室時間が長
いと考える.カルテ操作時間で有意差がなかったことは, 4年目以上ではカルテを使用しな
い人がいる一方で長時間使用している人もいること,また2群ともカルテ操作内容が概ね同
じであり使用方法に大きく差がなかったことが考えられる.今後は患者対応時の看護師の思
考や患者側がもつ印象について検討課題がある.

P2-124-8
2型糖尿病患者における運動セルフエフィカシーとNon Exercise 
Activity Thermogenesis の関連について
戸田∙渚（とだ∙なぎさ）、庄子∙拓良（しょうじ∙たくろう）、岡田∙貴裕（おかだ∙たかひろ）、小榑∙健太（こぐれ∙けんた）、
大久保∙裕史（おおくぼ∙ひろし）、松本∙了（まつもと∙りょう）

国立国際医療研究センター国府台病院救急外来診療部門理学療法室

【はじめに】運動セルフエフィカシー（以下，運動SE）の向上を意図した運動介入は運動継続
に有効であると報告されている．糖尿病患者にとって運動継続は重要であるが，運動以外
に生活活動によるNon Exercise Activity Thermogenesis（以下，NEAT）の増加も重要で
ある．これまで運動SEがNEATとの関連については明らかになっていないため，本研究で
は両者の関連を明らかにすることを目的とした．【方法】2022年5月～ 2024年5月の間に
当院の糖尿病・内分泌代謝内科に入院し，理学療法を実施した2型糖尿病患者を対象とし
た．理学療法介入時の日本語版高齢者運動セルフエフィカシー尺度（以下，日本語版高齢者
SEE）の得点とNEAT（濱崎らが作成した質問紙を使用）の得点を調査した．日本語版高齢者
SEEの合計得点を2分し（不良群，良好群），NEATの得点と下位項目（歩行主体の生活活動，
歩行主体ではない生活活動）の得点を比較検討した．統計解析ではMann-WhitneyのU検
定を用い，有意水準はp＜0.05とした．【結果】対象者の特徴は，運動SE不良群（n=15）は
男性80％，平均年齢56.0±11.1歳，平均BMI 26.1±4.6kg/m2，入院時の平均HbA1c 
10.1±1.4％．運動SE良好群（n=15）は，男性53.3％，平均年齢 59.2±15.4歳，平均
BMI 26.9±5.5kg/m2，入院時の平均HbA1c 11.0±2.0％であった．良好群は不良群と
比較し，NEATの合計得点（中央値67点vs52点），歩行主体の生活活動（19点vs16点），
歩行主体ではない生活活動（46点vs38点）において有意に高得点であった．【結論】運動SE
が良好な群において，NEATが高かったことから，運動SEを高めることは運動継続のみな
らず，生活活動の向上にも寄与する可能性が示唆された．
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P2-125-7
副看護師長が行う楽々スマート入院～ぶらり手ぶら入院～
田村∙節子（たむら∙せつこ）、若森∙大（わかもり∙だい）、江尻∙真一（えじり∙しんいち）、村山∙純一（むらやま∙じゅんいち）

NHO 横浜医療センター看護部

【はじめに】当院に緊急入院する患者は多い。しかし、急な入院に際し当院の売店が営業し
ていない時、院内で入院に必要な物品（以下、物品）を準備する事ができない場合がある。
入院時から物品を揃える課程で、患者・家族の負担軽減と看護の質が維持できるよう、必
要物品をセット化する活動を行った。【目的】必要物品をセット化することで、患者サービ
スの充実と看護の質の安定化を図る。【方法】1.フィッシュボーンで現状分析2.他施設のリ
サーチ3.看護師、患者・家族のニーズの把握のため聞き取り4.ケア物品を含めた物品リス
トの作成5.事務部門と外部企業と打ち合わせ【結果】現状分析した結果、みえた課題から院
内で物品を揃えられるようにしたいと考えた。他施設の物品についてリサーチを行い、看
護師、患者・家族からニーズの聞き取りを実施した。聞き取りの結果、物品がなく希望す
るケアが提供できなかった。院外で必要物品を揃えることが患者・家族の負担となってい
るといった意見があった。さらに患者・家族が物品を理解できず、説明に時間を要したな
ど医療者側の負担にもなっていることがわかった。その後ケア物品を含めた物品リストを
作成し、事務部門と外部企業と協議し前向きな交渉が実現した。【考察】患者・家族の負担
軽減や患者サービスの充実に繋げる目的のために、情報を分析し根拠となるデータを用い
て事務部門や外部企業との交渉を行った。人・物・金・情報という資源を使い、分析・活
用をすることで管理者としての必要な視点を学ぶことができた。【まとめ】患者のニーズに
あったサービスの提供が、看護の質の担保や患者・家族の負担軽減につながることが期待
できる。

P2-125-6
「妊婦におけるSNS活用の実態調査」～妊婦の不安・疑問に答えるための保
健指導に向けて～
平野∙愛実（ひらの∙まなみ）、田中∙千裕（たなか∙ちひろ）、北代∙美由紀（きたしろ∙みゆき）、木下∙かすみ（きのした∙かすみ）、
藤原∙真樹（ふじわら∙まき）

NHO 神戸医療センター看護部

【目的】先行研究によるとSNSを利用している母親は75.1％である。当院でも助産師による
保健指導を妊娠各期で実施しているが、退院時アンケートによると妊娠中期までの不安・
疑問を解決するためにSNSを利用している母親が多いという結果が出た。そのため、本研
究から妊婦のニーズを把握し分析することで、SNSの利点を活かし妊婦の不安解消に向け
た保健指導に繋げることを目的とした。【方法】妊娠中もしくは5歳以下の子育て中の20 ～
40歳代女性を対象に、妊娠中期までに感じた不安や疑問を解決するためにSNSを利用した
のかアンケートを行った。アンケートは近隣の幼稚園・保育所に300部配布し、123名か
ら回答を得られた。アンケート内容は、厚生労働省の保健指導内容をもとに、不安・疑問
に対する29項目の質問内容を作成した。さらに29項目の質問内容を細分化した検索ワー
ドを設問し、妊娠中のSNS利用実態を調査した。【結果】回答を得た123名全員が不安・疑
問を解決するためにSNSを利用しており、そのうち半数以上が複数のSNSを利用していた。
アンケート結果では回答者の約9割が食事、つわり、出血について検索していた。また、そ
れぞれの質問ごとに細分化した検索ワードは多岐にわたっており、個別性によるものが多
かった。【考察】アンケート結果における上位質問項目は、多くの妊婦が直面する疑問と考
えられるが、質問内容を細分化した検索ワードは多岐に渡っているため、引き続き個別性
を加えた保健指導を行っていく必要がある。また、対象者全員がSNSを活用していたこと
から、保健指導にSNSを効果的に取り入れることで、より充実した指導に繋がるのではな
いかと考えられる。

P2-125-5
個室病棟の患者の看護における満足度調査～患者の満足度と看護師の看護
に対する評価の比較～
山口∙紗季（やまぐち∙さき）、渡邉∙紗代（わたなべ∙さよ）、三輪∙紀子（みわ∙のりこ）、網谷∙千穂（あみたに∙ちほ）

NHO 名古屋医療センター看護部

【背景・目的】A病院のB病棟は全室個室タイプの混合病棟である。B病棟に入院中の患者か
ら、看護師の対応について改善を希望する意見があり、個室病棟においての“個室病棟の患
者”が期待する看護と、“個室病棟に勤務している看護師”の考える看護に相違が生じている
のではないかと考え調査した。B病棟に入院している患者の満足度と、B病棟に勤務する看
護師の看護に対する自己評価を調査し比較することで、B病棟における現状を把握し今後の
看護ケアの改善の示唆を得ることを目的とした。【方法】B病棟に勤務する看護師と研究期間
内にB病棟へ入院した患者へ、同じ内容の選択式質問用紙による実態調査を実施した。【結
果】本調査の質問には看護師27名（回収率100％）、患者56名（回収率75％）の質問用紙
を回収した。看護師と患者の回答の割合の差が最も大きかった順に「ナースコールの対応の
速さ」、「患者さんと関わる時間」、「物音への配慮」「清潔ケアの頻度」であった。いずれも
患者より看護師の割合の方が低い結果となった。【考察】看護師は患者の求める療養環境を
理解し維持できるような関わりができている。看護ケアに関する項目の差が大きく看護師
の評価が低いことから、やりがいを実感できていない看護師が多いことが分かる。しかし
患者の評価は高いことから、現状での看護師の対応は患者が満足できるものと評価できる。
看護師の満足度が高い項目は患者の満足度も高いことから、この結果をフィードバックし
看護師の自己評価の向上を図ることで、より患者にとって満足度の高い看護の提供ができ
ると考える。今後さらに看護師がやりがいを感じることができる取り組みを検討していく。

P2-125-4
DWHデータを活用した外来採血室待ち時間短縮への取り組み
松本∙美紀（まつもと∙みき）、阪本∙悦子（さかもと∙えつこ）、新谷∙和之（しんや∙かずゆき）、田島∙秀昭（たじま∙ひであき）

NHO 渋川医療センター外来

【はじめに】当院の外来患者数は2014年の開院以来、年々増加傾向にある。外来採血室の
待ち時間は1時間を超えることもあり、苦情も散見していた。今回臨床検査科と協働し外来
採血待ち時間短縮を目的に運用を見直した結果、大きな改善が得られたので報告する。【方
法】電子カルテ搭載のData Warehouse（DWH）および外来採血支援システムを活用し、
2022年11月以前における日々の採血受付患者数、待ち時間、採血要員数を分析すること
で課題を明らかにし、同年12月より運用改善に取り組んだ。取り組みに対し、2023年12
月に患者アンケート調査を実施し結果検証した。【取り組み】始業直後の患者数ピークが継
続的な待ち時間延長の要因であったため、始業時の採血要員を1名増員した。また8時か
らの30分間に受付患者が集中し、時間帯毎の受付人数が偏る一因だったため、診療予約1
時間前の採血を呼びかけ患者数の分散に努めた。採血番号呼出しモニターの表示を改修し、
順番の少し前に入室させ事前準備ができるようにした。患者周知には改善結果等をポスター
掲示した。そして患者アンケートを配布し、現状調査を実施した。【結果】ピーク時間帯の
平均待ち時間は30分を超過していたが、取り組み後は平均約15分と半減した。アンケー
ト結果から全体の約80％で優位に「心境が良くなった」と回答が得られた。【考察】病院にお
ける待ち時間対策は、患者満足度を慮る上で優先度の高い重要な課題である。今回、DWH
等で現状を分析し問題点を抽出することで、大きな予算を費やすことなく有益な取り組み
に繋げられた。今後も更なる患者満足度の向上を目指し、推進していきたい。
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P2-126-3
リハビリテーション診療記録の内部監査について
吉岡∙稔泰（よしおか∙としひろ）1、井上∙和哉（いのうえ∙かずや）1、中橋∙聖一（なかはし∙せいいち）1、横井∙美加（よこい∙みか）2、
佐藤∙智太郎（さとう∙ともたろう）3

1NHO 名古屋医療センターリハビリテーション科、2NHO 名古屋医療センター事務部企画課、 
3NHO 名古屋医療センター医療情報管理部長

【はじめに】当院は本年9月に病院機能評価を受審する。医療情報管理委員会では診療記録
の適切な記載に関する評価項目について、解説集にある「多職種による質的点検を実施す
る」に着目し、医師の診療記録監査とは別に、薬剤、栄養、リハビリテーション（以下、リ
ハ）診療記録についても監査することとなった。近隣施設を調査するも実施回答が得られず、
当院独自に実施することとした。【目的】リハ診療記録で必要な項目が適切に記載されてい
るかの現状把握を第一の目的とし、結果から今後について検討することを第二の目的とし
た。【方法】診療情報管理士と協働し監査項目の選定及び実施方法を決定した。2024年4 ～
5月のリハ診療記録から1療法士当たり1 ～ 2例を無作為抽出し、（1）算定上必要な5項目

（計画書、算定種目、実施時間、訓練内容、SOAP形式）の記載、（2）リハ総合計画評価料算
定日の要旨の記載、（3）退院時リハ指導料算定日の要旨の記載について複数名で監査を行っ
た。【結果】（1）では94例中、5項目全ての記載はあったが記載方法に個別性を認め訓練内
容不明瞭が若干例、計画書は作成1月超が5例あった。（2）では89例中、記載漏れが29例、
その他が1例あった。（3）では68例中、記載漏れが5例、内容不足が18例、その他が2例あっ
た。【考察】リハ科では初めて全療法士の診療記録監査を行った。日々の記録は全ての項目
で記載はあったが個別性を認めた。今後は記載の標準化や内容のより深い質的評価が必要
と考えられた。リハ総合計画評価料と退院時リハ指導料では要旨の記載漏れを認めたため、
診療記録記載マニュアルの整備と周知及び定期的な監査実施が必要と考えられた。

P2-126-2
多職種による診療録監査の取り組みについて
古山∙卓也（ふるやま∙たくや）1、久保∙めぐみ（くぼ∙めぐみ）1、清水∙洋祐（しみず∙ようすけ）2

1NHO 呉医療センター診療情報管理室、2NHO 呉医療センター外科系診療部長

【背景】
当院では2006年より診療記録の質向上を目的とした診療録監査（以下監査とする）を継続
して行い、2023年度末時点で52回実施している。
従来は医師による同僚監査のみを行っていたが、2022年度の監査から医師に加えて薬剤師、
理学療法士、管理栄養士が参加し、2023年度からは看護師と診療情報管理士を加えて多職
種による監査を本格的に開始した。

【目的】
多職種監査の運用整備を行い、監査結果の検証を行う。

【方法】
監査者は副院長以下の全医師、診療録・病歴管理委員会のメンバーと診療情報管理士とした。
統一的な基準で監査を行えるように監査マニュアルを配布した他、監査用紙の回収方法の
周知など多職種監査を行う上での運用を整備した。また、監査した13項目についてそれぞ
れ集計し、集計したデータを用いて検証を行った。

【結果】
2023年度の監査結果では、全項目における平均不備率は14.9％となった。
診療科別で全項目の平均不備率を検証した結果、最も高い診療科は36.5％、最も低い診療
科では1.7％となり診療科による不備率のバラツキが見られた。
医師とそれ以外の職種（以下他職種とする）で全項目の平均不備率を比較した結果、医師が
13.8％であったことに対して、他職種では23.7％となり他職種の監査結果の不備率が高
かった。

【考察】
医師と他職種の監査結果の不備率の差異について、診療科別による不備率のばらつきの要
素もあるが、医師と他職種では診療録の記載内容に対して不備と判断する基準の違いがあ
ると思われる。

【結語】
多職種監査を開始することができた。今後は不備率の高い項目の改善に取り組むと同時に
効率的な診療録記載方法の提示も図っていきたい。

P2-126-1
診療録量的点検の効率化に関する取り組み
大西∙純子（おおにし∙じゅんこ）1、大平∙由津子（おおひら∙ゆつこ）1、百濟∙静香（くだら∙しずか）1、近藤∙翔子（こんどう∙しょうこ）1、
濱田∙信（はまだ∙まこと）2、羽藤∙慎二（はとう∙しんじ）3、大亀∙真一（おおかめ∙しんいち）4

1NHO 四国がんセンター医療情報管理室、2NHO 四国がんセンター感染症・腫瘍内科、 
3NHO 四国がんセンター消化器外科、4NHO 四国がんセンター婦人科

【目的】医療情報管理室の業務として、診療録の量的点検は重要である。これまでは、ファ
イルメーカー（Claris社製、以下FM）を用いて、Hospital Information Systems（以下
HIS）から取得したデータを目視点検して3段階で評価を行い、不備内容についてテキスト
入力を行ってきた。しかし、HISからのデータ取得に時間がかかる、目視点検に時間がかかる、
テキスト入力に時間がかかる、不備の入力内容が統一されていない、という課題が生じて
いた。今回、診療録の点検業務の精度を維持しつつ効率化を目的として点検方法の見直し
を行った。【方法】診療録点検において以下の対策を行った。1）点検日前日の深夜時間帯に
自動的に対象患者のHISデータを検索してFM上にプーリング、2）FM上で、部門システム
参照ボタンの追加と点検評価における自動化の導入、3）目視点検結果の統一コード化、4）
マニュアルの修正・追加。【結果】1）HISデータ情報をプールしておくことにより、1患者あ
たり約3分の検索待ち時間が不要となった。2）FMの画面上に、カルテ内容を参照できる部
門システム参照ボタンを追加したこと、取得したデータのみで判定できる項目は自動的に
評価を付与する仕様に変更したことにより、点検にかかる時間は約50%削減された。3-4）
目視点検結果の統一コード化、操作マニュアルの追加により、入力が簡便化されるとともに、
点検結果を用いたデータの可視化・解析が容易になった。【結語】診療録管理の量的点検に
おいて、システム改修や運用の見直しによって効率化を達成でき、業務改善につながった。

P2-125-8
側弯外来での診察衣の検討
中島∙奈穂子（なかじま∙なほこ）1、小倉∙正美（おぐら∙まさみ）1

1NHO 宇都宮病院看護部外来、2NHO 宇都宮病院整形外科外来

【はじめに】A病院には側弯外来があり、来院患者の多くが学童期・思春期であるため、露
出が少なく安心して診察を受けられることが重要である。そこで、スムーズに診察ができ、
プライバシーの保護ができる診察衣について検討した。【方法】1.側弯外来に来院する患者
層（患者数・男女比・平均年齢・初診時年齢・通院歴・来院理由）についてカルテ調査した。
2．職員による前屈検査用診察衣の比較・検討【結果】1.来院患者数は月平均10.8名。男女
比は2：8であった。平均年齢は7歳から38歳までの14.8歳。初診時平均年齢は12.7歳、
平均通院歴は2年6 ヶ月、最長通院歴は8年1 ヶ月であった。来院理由は、学校健診での指
摘68％、他症状で偶然発見17％、家族の気づき15％であった。2.以前は、診察時、プー
ル用バスタオルを使用していたが、背部の露出が多く、プライバシー保護のため診察衣へ
変更した。現在は、A:ジャージ素材、B:綿素材、C:やや薄手の綿素材の3種類を前後逆に
着用している。Aは、生地に厚みがあり肌は透けないが、生地の重みで前屈時に落ちやすい。
Bは、硬めの生地のため肌は透けない。Cは、やや体のラインが気になる。また、首ひもは
あるが、前屈時に落ちてしまう。しかし、3種類とも、腰ひもを軽く締めることで落ちず、
診察の支障はなかった。Aが、羞恥心なく着用しやすいという意見が多かった。【考察・まと
め】現在の診察衣は、素材や形の違いはあるが、更衣が簡単で背部診察ができ、プライバシー
保持もできており、診察衣として問題ないと考える。今後も最適なものを選択していきたい。
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P2-126-7
ペースメーカー導入期加算100％算定を目指して！　～医師事務の奮闘記～
小林∙朱美（こばやし∙あけみ）1、野呂∙千鶴（のろ∙ちづる）1、木村∙嘉宏（きむら∙よしひろ）2、反町∙悠也（そりまち∙ゆうや）2、
加藤∙武（かとう∙たけし）2

1NHO 弘前総合医療センター診療情報管理室、2NHO 弘前総合医療センター循環器内科

【目的】2021年4月、循環器内科に医師事務が配属され、2022年4月から心臓ペースメー
カー遠隔モニタリングシステムを導入した。臨床工学士からタスクシフトして、現在は医
師事務がコスト入力を行っている。ペースメーカー移植術後、3か月以内に算定できる導入
期加算は、約4割の算定漏れが判明した。算定漏れを防ぐための対策を実行したので報告す
る。

【方法】2022年4月から2024年3月における医師事務の業務介入前後の導入期加算、遠隔
モニタリング加算件数を調査した。前年度までのカルテ付箋をより詳細に記載するように
し、外来スタッフに協力を依頼した。

【結果】導入期加算件数は、27件から31件に増加、遠隔モニタリング加算件数は17件から
83件と大幅に増加した。各加算については、導入期加算は約8割で、遠隔モニタリングシ
ステム加算はほぼ全例で算定することができた。カルテ付箋の見直しでは、ペースメーカー
移植術日、次回診察日、導入期加算の有無などを記載したところ、多職種へ周知すること
ができ算定に繋がった。

【考察】昨年度と比べると導入期加算の取得率は2割の改善を認めた。今後は、カルテ付箋
をさらに有効活用しつつ、多職種との連携を強化し、病院経営やチーム医療に貢献していく。

P2-126-6
沖縄病院におけるステロイド長期服用患者に対する骨密度測定と骨粗鬆症
治療の実施率向上の取り組み
上原∙智博（うえはら∙ともひろ）1、東盛∙裕里（ひがしもり∙ゆり）1、荒木∙志乃（あらき∙しの）1、池上∙幸恵（いけがみ∙ゆきえ）1、
石新∙あおい（いしあら∙あおい）1、黒原∙健（くろはら∙けん）1、木下∙晶惠（きのした∙あきえ）6、宮里∙征武（みやざと∙まさたけ）2、
徳元∙翼（とくもと∙つばさ）3、山本∙泉美（やまもと∙いずみ）4、渡嘉敷∙崇（とかしき∙たかし）5、津曲∙恭一（つまがり∙きょういち）1

1NHO 沖縄病院薬剤部、2NHO 沖縄病院放射線科、3NHO 沖縄病院診療情報管理室、 
4NHO 沖縄病院医療安全管理室、5NHO 沖縄病院脳神経内科、6NHO 別府医療センター薬剤部

【目的】国立病院機構の「臨床評価指標Ver.5」に「経口ステロイド長期服用患者に対する骨粗
鬆症予防のための薬剤療法実施率」が追加され、当院の実施率を調査した結果、約10％で
あり目標値80％に達していなかった。薬物療法実施のためには、骨粗鬆症の評価が必要で
あり、経過観察の項目に「骨密度測定を定期的（6か月～ 1年毎）に行い、骨折リスクをスコ
アで評価する」と記載されている。対象患者が「ステロイド性骨粗鬆症ガイドライン」と一部
異なることから、薬物療法実施率向上のために多職種による現状調査と骨密度測定の提案
を行ったので報告する。【方法】電子カルテを用いて、以下条件の当院通院患者の抽出を放
射線科、診療情報室と協同して行い、該当患者に対し骨密度検査及び骨粗鬆症の治療が行
われていない場合は、医療安全活動として主治医へ検査依頼を行い検査、治療の促進を行う。
1.期間：2023年4月1日～ 2024年3月31日2.2023年4月1日時点で50歳以上の患者
3.3か月以上プレドニゾロン（以下、PSL）を5mg以上内服している患者4.DEXA法による
腰椎撮影による骨塩定量検査（以下、骨塩定量検査）でT-スコア（SD）＜-2.0もしくは検査
未実施の患者5.骨塩定量検査でT-コスア（SD）＜-2.0で骨粗鬆症治療薬が投与されていな
い患者【結果】検査依頼を行った結果、骨密度検査件数が2023年9月時点より31件増加し
た。T-スコア（SD）＜-2.0の薬剤療法実施率はいずれも100%であった。【考察】多職種の
取り組みは経口ステロイド長期服用患者への治療促進の一助になったと考えられる。今回
は対象を限定したが、今後は対象患者を拡大して調査を行い、経口ステロイド長期服用患
者への適切な医療の提供に努めたい。

P2-126-5
臨床評価指標による医療の質向上の報告宮崎東病院：65　パーキンソン病
患者に対するリハビリテーションの実施率
榎木∙大介（えのき∙だいすけ）1、川端∙伸美（かわばた∙のぶみ）2、蓬原∙春樹（ふつはら∙はるき）2、菊池∙武司（きくち∙たけし）3

1NHO 小倉医療センターリハビリテーションセンター、2NHO 宮崎東病院リハビリテーション科、 
3NHO 宮崎東病院企画課

【はじめに】NHOで実施している臨床評価指標の取り組みとして、2023年度の宮崎東病院
は指標番号65　パーキンソン病患者に対するリハビリテーションの実施率を決定し、リハ
ビリテーション科を中心に関連部署や診療科と協力して取り組み、実施率の改善が見られ
たためここに報告する。【方法】2022年度のパーキンソン病患者に対するリハビリの実施に
ついて分析を行い1.パーキンソン病の治療が目的で入院した場合は実施率が高い、2.パー
キンソン病患者が合併症を契機に入院すると実施率が低くなる、3.検査目的（1泊2日など）
や入院時に重症・死亡例ではリハの適応がないという結果となった。取り組みとしては（1）
医局会で全診療科にPDCA活動の説明とリハビリ科から対象患者の掘り起こし、リハビリ
処方の提案を行うことを説明、（2）既存の神経リハビリ担当チームがパーキンソン病患者の
入院を確認（入院予約・病棟カンファ）する、（3）対象者のリスト化と治療経過を見ながら
主治医へリハ処方の提案（PT/OT/ST毎に）する（4）4半期毎の評価を行い、経過を確認す
る　とした。【結果】当該年度においては第1四半期に分析3の適応外の患者がいたものの、
その後は分析2に対して処方提案などを行い、第2、3四半期は実施率100％となった。年
間を通しても91.3％と改善した。【考察】当該年度に電子カルテの更新があり、入院確認の
方法に変更や操作の不慣れなどの懸念があったが医事課や地域連携室など関連部署と協力
しながら対象者の把握が行えた。今後は診療科に対して当院でリハビリを提供する魅力を
高めるために質の向上や実施するリハビリ領域の拡大を図りたい。

P2-126-4
電子カルテデータ分析による身体抑制最小化　第一弾
高橋∙聡子（たかはし∙さとこ）1、宮林∙隆夫（みやばやし∙たかお）2、多田∙敏彦（ただ∙としひこ）2、前田∙美佐子（まえだ∙みさこ）1、
高橋∙みゆき（たかはし∙みゆき）1、山川∙達志（やまかわ∙たつし）2、宇留野∙勝久（うるの∙かつひさ）2

1NHO 山形病院看護部、2NHO 山形病院診療部

【目的】電子カルテ内にある患者個別の身体抑制情報を抽出し解析することで、抑制患者数、
抑制時間、抑制内容を把握し、その必要性や抑制以外の対応策を検証し、抑制最小化を目
指している。それにはデータの信頼性が基本である。今回我々はデータ入力状況を監査し、
入力に不備があった場合、当該部署にフィードバックし、それを繰り返すことで正しく入
力されるようになるかを検証した。【方法】電子カルテ（富士通HOPE LifeMark-MX）の看護
記録に抑制状況を3交代勤務毎1時間毎に入力している。令和5年4月18日からこのデー
タを一週間毎に抽出・解析し、入力の不整合（抜け、余剰、重複、誤入力）をチェックした。
検出した場合は当該部署に通知し、データ入力の改善につながったか経時的に観察した。【結
果】取り組み開始直後に病棟の抑制患者数（128）とデータ入力数（84）の乖離が判明した。
開始1 ヶ月でもそれぞれ146/124であった。情報はすぐフィードバックしたが複数の要因
が絡み、改善には一年を要した。データが安定した時点で抑制ゼロ時間の患者割合は、患
者層がほぼ同様と思われる2つの病棟間で異なっていた（26/抑制患者数51、41/同49）。
これは3週間で改善した。令和6年5月10日の時点で日付重複が2件、時間重複が4件存
在している。【結論】電子カルテはデータの二次利用が可能なため診療内容の評価に有用と
考えられるが、データの正しい入力が前提となる。今回のデータ監査で、標準化されたデー
タ入力であっても誤入力が多いことが分かった。しかし、注意喚起することで誤入力が減
らせることも確認された。次段階として毎週一人一人の抑制実態を監視している。
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P2-127-3
国立病院機構作業療法士協議会九州部会における研修会について
永元∙宏起（ながもと∙ひろき）

NHO 福岡東医療センターリハビリテーション科

【緒言】国立病院機構作業療法士協議会九州部会には、会員の親睦、研鑚を目的に各種研修
会の企画・運営を担う研修担当理事がある。九州部会では親睦を目的としたQOT研修会、
研鑽を目的とした作業療法士発表研修会、疾患別・分野別研修会を年1回実施している。今
回は今年2月に実施した作業療法士発表研修会、疾患別・分野別研修会について報告する。

【方法】作業療法士発表研修会では部会内の2名の講師による発表を実施。疾患別・分野別
研修会に関しては、昨年9月に実施したアンケート結果を基に「がんのリハビリテーショ
ン」、「児童思春期における発達障害へのリハビリテーション」ついて研修を実施することと
し、部会外の2名の講師に講義を実施して頂いた。多数の会員が参加出来る様、個人端末
からでも参加可能なオンライン研修会（Webex使用）とし、後日録画配信も行った。【結果】
研修後のアンケートでは、満足度（5段階評価）で4点・5点評価が85.2％と高評価が得ら
れた。また、「同じグループの方で活躍されている人の話が聞けて良かった」など肯定的な
意見が有った一方で、「質問者が固定されており沢山の意見を求めて発表したが満足度は低
かった」などの意見も有った。研修の開催方法については、「個人端末で参加出来るのは非
常に有難い」といった感想も有ったが、実際の研修参加者は約30名程度と少なく、課題を
残した。【考察】今回、会員の研修ニーズを把握し研修を実施した。研修参加者からは一定
の高評価を得られたが、参加者数減少、受け身の受講などの課題も見られた。コロナ禍以降、
変化してきた会員の研修への意識などを的確に把握した上で有意義な研修を継続出来る様
今後も模索していく。

P2-127-2
急性期リハビリテーションのモチベーション調査
小林∙智之（こばやし∙ともゆき）

NHO 横浜医療センターリハビリテーション科

【目的】急性期リハビリテーションの目的意識や動機付けを調査して問題点を可視化する．
【対象】関東信越グループ内の三次救急病院（施設数：5）で勤務していて，2024年3月時点
で在籍している理学療法士を対象とした．対象者は58人である．【方法】複数回答可能な選
択式のアンケートで回答してもらった．回答期間は2024年4月24日から5月15日である．

【結果】49人が回答した．モチベーションが非常に高いと回答した割合が12．2％，高いと
回答した割合が51％，どちらでもないと回答した割合が30．6％，低いと回答した割合が4．
1％，非常に低いと回答した割合が2％であった．モチベーションが上がる時の問いに対し
ては，患者の身体機能や動作能力が向上した時と回答した割合が73．5％，医学的知識（疾患，
検査，薬剤，処置，手術など）が増えて臨床に応用できた時と回答した割合が65．3％であっ
た．モチベーションが下がる時の問いに対しては，書類業務が多いと回答した割合が63．3％
であった．理学療法士の仕事に対してどのように感じているかを問う設問に対して肉体労
働であり体がつらいと回答した割合が38．8％であった．仕事に対する要望の問いに対し
ては，事務作業量を減らして欲しいと回答した割合が51％，異動したくないと回答した割
合が46．9％であった． 【考察】高いモチベーションで仕事を行っている職員が多く，明確
な目的意識や動機付けをして勤務していると考えられる．モチベーションを下げる要因と
しては書類業務の多さが著明であった．今後もモチベーションを保つためには訓練以外の
業務で効率性も求められると考えられる．

P2-127-1
キャリアパスを用いた科内全体での新人教育について―アンケート調査か
らみえた運用の工夫と課題―
竹下∙晃（たけした∙あきら）、若松∙まり子（わかまつ∙まりこ）、坂本∙浩樹（さかもと∙ひろき）

NHO 南九州病院リハビリテーション科

【はじめに】九州のPT・OT・STにおける新人教育はプリセプター（相談役）,プリセプティー
（新人）の制度やリハビリ科全体でのキャリアパスを使用した教育が運用されている.キャリ
アパスの運用については統一した取り組みとなるようにプリセプター養成講習会が行われ
ている.演者は令和4年度入職の新人OTに対して,プリセプターとして新人教育のコーディ
ネートを行い,キャリアパスを用いた科内全体での教育に取り組んだ.今回,今後のよりよい
新人教育につなげる目的でリハビリ科スタッフへアンケートをとり,よかった点や課題とな
る点を抽出したためその内容について報告する. 

【方法】アンケート内容は講義実施時間帯やプリセプターの同席の是非,講義に対する負担感
などに関して選択形式の回答と自由記述形式で意見を記入してもらった．1回の講義に対し
ての準備時間を具体的な数値で記入してもらった.対象は新人教育を実施したPT,OT,STと
した.アンケートは前期指導担当者は9月,後期指導担当者は2月に実施した.

【結果】PT,OT,ST12名に配布し,11名より回答を得た.科内全体での取り組みや業務時間内
での実施に対して肯定的な回答がみられた.プリセプターの同席の是非についてはさまざま
な意見みられた.負担感に関しては早期の講義依頼が負担感軽減につながっているとの回答
がみられた.1回の講義に対する平均準備時間は48分であった.

【考察】アンケート調査により,プリセプターに期待される役割や運用方法の課題点が明らか
となった.これらを今後のキャリアパス運用に活用することでよりよい新人教育につながる
と考える.

P2-126-8
呼吸器内科医師事務における入院予定患者数を把握するための取り組み　
～失敗を繰り返した先にみえる未来とは～
野呂∙千鶴（のろ∙ちづる）1、田中∙佳人（たなか∙よしひと）2、山本∙勝丸（やまもと∙かつまる）2、千葉∙俊介（ちば∙しゅんすけ）2、
三橋∙守人（みつはし∙もりと）1、中川∙英之（なかがわ∙ひでゆき）2

1NHO 弘前総合医療センター診療情報管理室、2NHO 弘前総合医療センター呼吸器内科

【背景】2022年4月、当院は弘前市立病院と合併し、弘前総合医療センターとして開院した。
新病院開院直後は、新型コロナウイルス感染症による入院が多く、満床になることも多かっ
た。そのなかで、化学療法を行う患者の入院予約の入力漏れが頻繁にみられ、入院日の変
更を余儀なくされることもあった。そこで、入院予約を漏れずに行う方法や、呼吸器内科
全体で入院予約を把握できるように医師事務が業務介入を開始した。

【方法】1）業務介入前と、業務介入後の入院予約漏れを比較した。2）業務介入後の変化につ
いて、医師や外来スタッフ、病棟スタッフに聞き取り調査を行った。

【結果】1）介入前はひと月あたり2.5人の予約漏れがあったが、介入後は1年を通して1人
だった。2）医師からは、自ら予約を入れ周知することができるようになり、ストレスや心
配事が少なくなった。スタッフからは、日にち別に入院数を把握できるようになった。予
約票を患者に渡すことで、入院日を忘れることや勘違いすることがなくなった、などの意
見があげられた。

【結果】入院予約欄を作成したことで医師自らが入院予約を入れられるようになった。加え
て、情報共有が可能となり、医療者、患者双方のメリットにつながった。ここまで何回も
失敗を繰り返したが、多職種の力をかりてチーム医療の大切さを実感した。
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P2-127-7
児童指導員の人材育成に対する取り組みと課題～全国児童指導員協議会近
畿支部の活動を通して～
川久保∙幸代（かわくぼ∙さちよ）1、菊池∙恒成（きくち∙こうせい）2、椎木∙泰華（しいのき∙やすか）3、片山∙浩暉（かたやま∙こうき）4、
東∙優美（ひがし∙まさみ）5

1NHO 兵庫中央病院療育指導室、2NHO 南京都病院療育指導室、3NHO 敦賀医療センター療育指導室、 
4NHO 奈良医療センター療育指導室、5NHO あわら病院療育指導室

【はじめに】全国児童指導員協議会近畿支部では平成26年度より若手の児童指導員に対する
研修に取り組んでいる。取り組み開始から10年目となり、一定の定着と成果がみられてい
るので報告する。【経過】1）平成26年に「若手の会」を設立、平成26年～令和3年、年2回
の研修会を実施　2）令和4年～現在、年数回の勉強会と年2回の研修会を実施【内容】勉強
会は平日の勤務終了後、研修会は土曜日に設定。令和4年度の勉強会は、福祉制度や療育
技術に関する講義と苦情対応や相談支援に関するグループワークを実施。研修会は苦情対
応に関するグループワーク、外部講師による「問題解決技法」の講義を実施。令和5年度の
勉強会は、前年度と同様に実施。研修会は集合で行い、外部講師による「報連相」の講義と
電話応対のロールプレイ、外部講師による「管理職のマインドセット」の講義を実施。令和
6年度は年4回の勉強会と、年2回の研修会を計画。5月に1回目の研修会を集合で実施し、
内容は「対人援助におけるコミュニケーション」の講義と施設見学、室長・主任への質問タ
イムを設けた。【結果】研修終了後のアンケートでは「業務に生かせる内容である」との意見
が多く聞かれている。またコロナ禍以降、集合研修の機会が減っているため、施設見学は
他施設を知る機会になってよかったとの声が聞かれた。協議会での研修会の設定は、自施
設だけでは学べない事業を知る機会や同世代の交流の場となり、また保育士の参加も行っ
ていることで共に学べる場にもなっている。個々の課題を拾い上げることは難しいが、今
後もできるだけ対象者のニーズを把握し、学びを深められる機会を提供していきたい。

P2-127-6
新たな人材育成への取り組み～福井県NHO（敦賀医療センター・あわら病
院）療育指導室の交流を図った取り組み～
宮岡∙侑輝（みやおか∙ゆうき）、高岡∙風音（たかおか∙かざね）、宮川∙朋和（みやがわ∙ともかず）、林∙美馨（はやし∙みか）、
田中∙真史（たなか∙まさし）、小松∙晴美（こまつ∙はるみ）、東∙優美（ひがし∙まさみ）

NHO 敦賀医療センター療育指導室

令和5年度から本格的に実施した、福井県にあるNHO敦賀医療センター、NHOあわら病
院の療育指導室職員の交流を図った取り組みについて報告する。はじめに、交流事業を開
始するに至った経緯から説明する。当該双方の療育指導室は、近畿グループでも最北部に
所在しており、職員の交流の機会が少なく、病院内で実施する療育活動等に対して俯瞰的
な外部の評価を受けたり、研究発表・実践報告等に取り組む機会が不足していた。また、
あわら病院では現在、療育指導室長の定数がなく、主任児童指導員、主任保育士も未配置
となっており、当該実践報告等の指導についても対応が難しい状況である。そこで、双方
の療育指導室にて、共通の目標やねらいを持った取り組みを展開することで、それぞれの
療育指導室の職員の技術の向上等を目指すとともに、研究発表や実践報告への取り組み方
について、敦賀医療センターに配置する療育指導室長を中心に互いに指導、監修等を実施
した。今回、実践した取り組みのテーマは、双方の担当職員の話し合いにより、日中活動
等を実践する際に、利用児者に対してスムーズな活動につなげるための導入部分について、
工夫や検証が必要ではないかと確認した。取り組みの全容や、実践する中で生じた課題や
それぞれの担当者の気づきとともに取りまとめている。また、当該交流の取り組みを通して、
実施に至った目的やねらいへの達成度等についても整理する。最後に、今後の同一県内の
療育指導室の連携や交流、共同した活動等への取り組みの展望について所感を述べる。

P2-127-5
九州グループ療育指導室における人材育成及び組織力向上について
金城∙安樹（きんじょう∙やすき）1

1NHO 琉球病院療育指導室、2NHO 九州グループ療育指導室長・職場長会

【はじめに】国の政策医療として重症心身障害及び神経・筋疾患について、国立病院機構は
政策医療と福祉の発展に貢献する役割を担っている。療育指導室は福祉サービス提供にお
ける中枢部門であり、療育指導室の役割や機能強化が重要となる。九州グループの療育指
導室長及び職場長等の連携により、人材育成及び組織力向上の取り組みを行ってきたので
報告する。【目的】1.円滑な業務遂行と組織力向上を目指した情報交換2.求められる知識や
技術向上を目的とした研修の企画、人材育成のための取り組み【方法】1.療育指導室長・職
場長等会の開催2.主任児童指導員会及び主任保育士会との合同会議及び研修3.研修の企画、
運営。キャリアパス、学習資料の作成【期間】平成26年～令和6年【経過及び結果】1.療育指
導室間のネットワーク構築及び情報共有、情報発信2.主任児童指導員会及び主任保育士会
との連携3.1）新人研修（1年目～ 3年目の職種・経年別・共通研修）　2）人材育成（キャリ
アパスの見直し・学習資料の更新）【考察】1.各施設から現況や情報提供、課題等を共有す
る事により、多角的な意見や方法等を参考に自施設での対応につなげ、効果的な情報共有
がはかられる。2.室長・主任児童指導員・主任保育士による合同会議及び研修は、業務内
容の管理及び職場マネジメント能力の育成をはかり職場環境の改善が期待できる。3.新人
職員を対象とした人材育成の取り組みは、業務に必要な知識が深まると共に多面的な視点
から学びにつながっている。また、横の繋がりをつくる場として機能している。【今後の展
望】関係職種との連携強化と共に人材育成の体制充実による、更なる福祉サービスの拡充に
取り組みたい。

P2-127-4
九州グループリハ部門の教育システムの現状と今後の展望
高木∙利栄子（たかき∙りえこ）

NHO 西別府病院リハビリテーション科

【はじめに】九州グループリハ部門は2012年よりPT・OT・STの垣根を越えて、各所属協
議会とPT・OT・ST専門職と協同で人材育成を目的として、教育システムを管轄するキャ
リアアップ委員会を運営してきた。現在養成校のカリキュラムの変遷により、手厚い新人
教育プログラムを編成して新人の育成を行い、役職者育成に向けた役職者パスの作成と運
用を開始し、中堅職員への教育システムを見据えた各教育段階を明確にするために人材育
成ラダーの作成を行った。【現状】一時期拡大傾向にあったリハ職の増員がコロナ期を前後
してほとんどなされなくなり、いわゆる新卒の新人職員の入職が減少し、リハ職員の年齢
分布が40歳台をピークに20歳台が大きく減少している。キャリアを一番積めると思われ
る中堅職員は、若手の育成を担うことや部門を代表して業務に当たることも多い。役職者
には役職者パスを利用し、その目指すべき能力を明確にし、自己認識を高めていくことと
したが、役職につかない中堅者の教育的指標が曖昧な状況となっており、個人的な価値や
興味によってそのキャリアの構築に大きな差ができていた。【展望】九州グループキャリア
アップ委員会では新人教育部会、役職者養成部会に加え、中堅者層にも目を向けるべく中
堅者育成部会を立ち上げて3部会制とし、療法士のキャリアアップをシームレスに考えてい
く組織を構築した。現在、人材育成ラダーを作成し、各部会でそれぞれの役割を担い、お
互い連携して療法士の人材育成のあり方を模索している。PT・OT・ST協議会と各専門職
が協同でこの事業に携わることで、九州グループ全体で療法士の教育システムを考えてい
くことに大きな意義があると考える。
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P2-128-3
『危険日』見つけました！！！

高橋∙晶子（たかはし∙あきこ）、宇留野∙勝久（うるの∙かつひさ）、山川∙達志（やまかわ∙たつし）、多田∙敏彦（ただ∙としひこ）、
高橋∙みゆき（たかはし∙みゆき）、前田∙美佐子（まえだ∙みさこ）

NHO 山形病院医療安全管理室

【目的】過去の医療安全報告書から危険性の高い日を特定し、職員からその回避策の提案を
募り対策する仕組みを考えた。果たしてそれは重大事故の低減効果があるのか検証する仕
組みを考えた。【方法】電子カルテ（富士通HOPELifeMark-MX）内の2014年から2023年
までの医療安全報告書17648枚を対象にした。事故レベル3a以上を「重い事故」、レベル
2以下を「軽い事故」と分類し従属変数とした。報告書の事故発生日から月・日・曜日を得た。
気象庁ホームページからs市内の気象情報をダウンロードし事故発生日の現地気圧を得た。
事故発生日の現地気圧を中央値（996hPa）を境に高い気圧・低い気圧に分類した（以下気圧
分類）。月・日・曜日・気圧分類の4項目を説明変数とした。統計学的解析はロジスティッ
ク回帰分析を用い、有意水準は5％とした。次に各部署ごとに危険回避策を考え、各部署が
自律的に実践する。そしてその後の事故発生状況を検証する仕組みとした。【成績】有意な
危険日は「5月対6月：オッズ比1.66，1.07-2.62」「19日対4日：同4.53，1.85-13.6」「木
曜日対土曜日：同1.63，1.09-2.46」となった。現地気圧は有意差なし。2024年5月に取
り組みを開始した。「重い事故」は過去分が409例/17648例（2.32％）、2024年5月1日
から15日分が6例/171例（3.5％）である。【結論】インシデントの多い日時、或いは複数
の時間的周期が存在する可能性があり、注意喚起を行うことでインシデントが減らせるか
実証する予定である。

P2-128-2
インシデント報告のAIによる分析の試み
庄野∙三郎（しょうの∙さぶろう）1、横田∙小夏（よこた∙こなつ）1、
圖子∙憂紀（ずし∙ゆうき）1、下元∙隆史（しももと∙たかし）2、中西∙愛美（なかにし∙あいみ）1、田母神∙佐智子（たもがみ∙さちこ）1、
渡邉∙智子（わたなべ∙ともこ）1、森川∙祥史（もりかわ∙よしふみ）1、兵頭∙一之介（ひょうどう∙いちのすけ）1、濱田∙信（はまだ∙まこと）1

1NHO 四国がんセンター臨床検査科、2NHO 高知病院臨床検査科

【はじめに】各病院医療安全に関して、医療安全委員会などを設置し多くの人数と時間を
費やしている。しかし、対策を行っても時に同様のインシデントが発生している。これ
らを解決するためにAIを用いて、より効率的で確実な対策の検討が可能か分析を行った。

【対象・方法】2023年5月から2024年4月の1年間に、当院臨床検査科から「CLIP-Aイ
ンシデント報告分析支援システム」を用い報告された58件中、任意の5件を対象とした。
ChatGPT-3.5を用い、各報告に対する改善案の命令文（プロンプト）を入力し回答を求めた。
是正報告書の改善案とAIの回答を比較し、是正報告者にアンケート調査した。【結果】AIの
回答時間の1件当たりの平均は19.2秒。平均の回答数は6.2個。5件中、是正した内容が
AIの回答と「一致」が2件、「やや一致」が2件、すべて不一致が1件。AI総回答31件のう
ち「参考にならない」10件、「参考になる」17件「改善策として採用してもよい」4件であった。

【まとめ】AIの回答時間は全て30秒以内で、対策ポイントごとに複数の改善案の提案があり、
是正報告と一致した回答は2件、やや一致が2件、すべて不一致が1件であった。また対策
を考える上で有用であると評価できる回答は総回答31件中21件（約68％）であった。【考
察】AIならではの迅速な回答が得られ、多様な観点からの改善案が提案された。今まで自ず
と環境や設備の観点から解決策に制限をかけていたことを認識するきっかけとなった。更
に機構内インシデントデータ・HIS・部門システム・各病院の規定・各学会ガイドラインな
どの情報をAIに入力することにより、対策の底上げができ、情報処理された適切な改善案
の提案がされることが期待された。

P2-128-1
重症心身障害者児（者）病棟における骨折撲滅チーム3年間の活動報告
鬼塚∙由大（おにつか∙ゆうだい）1、貝田∙さつき（かいだ∙さつき）2、
武田∙宣子（たけだ∙のりこ）2、江島∙利恵（えしま∙りえ）2、藤井∙孝憲（ふじい∙たかのり）2、金澤∙菜穂子（かなざわ∙なおこ）2、
深野∙紗永（ふかの∙さえ）2、中村∙陽一郎（なかむら∙よういちろう）2、江頭∙さやか（えがしら∙さやか）3、齊田∙翌美（さいだ∙あすみ）4、
鮫島∙香乃（さめしま∙かの）5、陣内∙紀子（じんのうち∙のりこ）6、中西∙未来（なかにし∙みらい）7、上通∙由紀子（うえみち∙ゆきこ）8

1NHO 東佐賀病院リハビリテーション科、2NHO 東佐賀病院看護部、3NHO 東佐賀病院療育指導室、 
4NHO 東佐賀病院薬剤部、5NHO 東佐賀病院栄養管理室、6NHO 東佐賀病院医療安全管理室、 
7NHO 東佐賀病院小児科、8NHO 東佐賀病院整形外科

【目的】重症心身障害児（者）（重症児者）はその基礎疾患、薬物治療や環境等から骨粗鬆症や
関節拘縮・変形を生じやすく骨折のリスクが高い。当院も重症児者の骨折が困難な課題で
あった。その課題に対し、令和（R）3年度、多職種からなる骨折撲滅チームBone fracture 
Eradication Team（BET）を設立した。今回、3年間のBET活動の骨折予防効果と意義を検
討した。【活動内容】小児科、整形外科医師、看護師、理学（作業）療法士、薬剤師、管理栄養士、
療育指導員によりBETを構成し、回診と学習会を行った。毎月、病棟が選定した骨折リス
クの高い重症児者3名を回診した。その中で各専門分野から出された意見を統合し、骨折防
止策を検討した。学習会では、BET構成員が重症児者病棟に従事する職員に対し、重症児
者における骨粗鬆症の病態や検査、薬物療法、栄養管理、看護、介助方法等の計6講義を行っ
た。【評価方法】BET設立前のR1年度、R2年度と設立後のR3年度からR5年度の骨折件数
を比較検討した。また、重症児者病棟に従事する職員に対しBET活動の意義についてアン
ケート調査を行った。【結論】骨折件数は、BET設立前R1年度9件（骨折発生率5.6%）、R2
年度8件（5.1%）に対し、BET設立後R3年度7件（4.4%）、R4年度7件（4.4%）、R5年度5
件（3.1%）と減少傾向であった。アンケート調査ではBET活動の意義として、情報共有、骨
折予防意識向上、骨折予防に対する多職種検討が挙げられた。【結論】BET設立後3年間で
重症児者の骨折件数が減少傾向となった。その要因として、重症児者の情報が共有され個々
の特性を理解できたこと、骨折予防に対する意識が向上したこと、多職種の視点で適切な
骨折予防策を検討できたことが考えられた。

P2-127-8
九州グループ栄養管理部門における人材育成の取り組み～スキルアップ目
標共有化ツールの作成～
中山∙美帆（なかやま∙みほ）1、金子∙友美（かねこ∙ともみ）2、崎向∙幸江（さきむかい∙さちえ）3

1NHO 九州グループ医療担当栄養専門職、2NHO 長崎川棚医療センター栄養管理室、 
3NHO 鹿児島医療センター栄養管理室

【背景】H12年栄養士法の改正以降、臨床業務拡大の一方で、管理栄養士臨地実習は90時
間程度であり、国際栄養士連盟（ICDA）の国際基準500時間相当と比較し少なく入職後の
教育育成が必須だが、共有のスキルアップツールはない。【目的】スキルアップ目標共有化
ツール（以下キャリアパス）を作成し、達成状況の可視化による学習目標設定支援を目指す。
職場長は教育計画など人材育成、栄養専門職は結果をデータ化し今後の研修計画に役立て
る。【方法】九州グループNHO施設およびハンセン病施設に勤務する栄養士が対象（実施
R6.1 ～ 3月）。栄養指導評価シートとキャリアパス（大項目:部門運営･給食管理･臨床栄養
･セーフティネット毎で小項目を設定）を作成し、経験年数別に若手栄養士（3年未満）栄養
士（4年目以上）役職別に目標を設定し評価は4段階（4:達成～ 1:達成できていない）。実施
後アンケートにて評価を行う。【結果】栄養指導:病態理解度は経験年数と共に上昇傾向。慢
性期病院（以下慢）と急性期病院（以下急）の所属別に比較:理解度1.2年目差なし,3年目慢
＜急、経験値:1年目慢＞急,3年目慢＜急。自己評価値低い疾患は1年目透析2年目2次性
DM3.4年目食物アレルギー 5.6年目急性腎不全。キャリアパス:達成度50％未満は3年未:
栄養関連法規・臨床栄養関連3項目・セーフティネット、4年以降:委託関連業務・栄養関
係法規・臨床研究・論文作成・セーフティネット。実施後調査では評価項目数が多い（3年
未:58％ 4年以:75.8％）と答えた一方で課題の明確化や目標設定に役立った（3年未:89.5％
4年以:87.9％）と答えた。【結論】栄養士の人材育成を目的にキャリアパスを作成した。人
材育成のために継続した取組みが必要である。
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P2-128-7
指差呼称効果体験から指差呼称の大切さに気づく関わり
冨満∙加奈（とみみつ∙かな）1、村上∙陽子（むらかみ∙ようこ）2、和田∙順也（わだ∙じゅんや）1

1NHO 近畿中央呼吸器センター看護部、2NHO 大阪医療センター看護部

【はじめに】日本看護協会が調査した誤薬事故の最多要因は「1回の与薬量を間違えた」であ
る。A病棟の年間薬剤インシデントにおいても用量間違いが50％を占めた。また、病院の
取り組みとして行った与薬時の自己・他者評価の結果、4割程度の看護師が指差呼称を行え
ていなかった。その為、与薬行動の変容に向けて、行動変容ステージの無関心期への関わ
りを実施したので報告する。【目的】指差呼称効果体験（以下、効果体験と略す）を通じて、
与薬時の行動変容に繋げる。【方法】A病棟の看護師26名に対し、効果体験を実施した。効
果体験前と効果体験後3回の計4回で、指差呼称の自己評価を実施した。【結果】効果体験後

「指で差すことで対象に注視できミスが少なくなる」や「見た目だけでなく声を出すことで認
識できた」等の意見が聞かれた。5Rの「用量」では指差呼称の自己評価は効果体験前95％よ
り効果体験後100％となった。他の項目でも実施率は自己評価を繰り返す毎に上昇した。【考
察】行動変容ステージの無関心期へのアプローチは“気づき”や“感情体験”が有効と言われ
ており、人が行動するには理由が必要である。効果体験を通じて指差呼称の効果を体感し
たことは、指差呼称の必要性に気づけたとともに、間違い防止のために指差呼称を実施す
る理由の理解に繋がった。また、行動の習慣化には繰り返しが必要である。自己評価を繰
り返すことで、指差呼称の大切さを再認識し、行動習得へ向けたきっかけになったと考える。

【結論】効果体験による与薬時の指差呼称の大切さを実感することは行動変容に繋がる。

P2-128-6
転倒転落インシデントデータの後ろ向き量的分析より取り組みの方向性を
検討する
中村∙智子（なかむら∙ともこ）1、佐藤∙孝宏（さとう∙たかひろ）2、井上∙敏恵（いのうえ∙としえ）2、栗井∙良卓（くりい∙よしたか）3、
南雲∙友和（なんくも∙ともかず）4、渡部∙駿太（わたべ∙しゅんた）4、三方∙崇嗣（みかた∙たかし）1

1NHO 下志津病院医療安全管理室、2NHO 下志津病院看護部、3NHO 下志津病院薬剤部、 
4NHO 下志津病院リハビリテーション科

1．はじめに当院は、急性期医療から直接在宅に退院困難であり、リハビリテーションや退
院支援が必要な認知症の患者が多く入院している。そのため、病院で日常生活動作を低下
させず、地域で健康に長く生活できる支援が必要である。当院の一般病棟における転倒転
落率は全国平均よりも高い。転倒転落対策への示唆を得るため昨年度の転倒転落データを
分析した結果、取り組みの方向性を見出すことができたため報告する。2．方法令和5年度
転倒転落インシデントデータの後ろ向き量的分析3．結果・考察転倒転落件数は175件の
うち、レベル2以上報告件数は160件であった。一般病棟における転倒転落率は4.9‰で
あり、転倒転落に至る理由として最も多かったのは「トイレに行こうとして」だった。また、
排泄に関連する転倒が3b報告全体の77％であった。先行研究同様、トイレに関する転倒
転落が事故につながりやすい。時間別では日中に多く発生していたが、排泄希望による転
倒転落は夜間に多かった。日数別では入院1 ～ 7日目が最も多く、特に3 ～ 4日目に多い。
1 ～ 7日目に転倒した患者で当院に直接入院した患者は、全て緊急入院であった。緊急入
院は治療開始後に体調が快方に向かうため、3 ～ 4日で動きやすくなる考える。また、転
院患者は3日目より増加しており、環境変化による不穏と考える。現在は点滴時間の検討や
排泄パターンの把握、新たなトイレ手すりの設置等の対策も検討している。加えて、転倒
転落アセスメントシートを入院時・入院1週間後・イベント時だけでなく、入院3日目に転
倒リスクの再評価を実施することで、転倒防止策を再検討でき転倒転落を減少させる可能
性がある。

P2-128-5
患者誤認によるインシデント減少への取り組み～医療安全推進担当者とし
ての患者確認の意識改善に向けた取り組み～
山根∙洋子（やまね∙ようこ）、岩本∙泰典（いわもと∙やすのり）、野津∙蒔歩（のつ∙まきほ）、田渕∙まゆみ（たぶち∙まゆみ）、
平野∙和子（ひらの∙かずこ）、小林∙賀奈子（こばやし∙かなこ）

NHO 松江医療センター看護部

当院は、政策医療（神経/筋疾患/重症心身障害）の専門医療施設である。特色上、意思疎通
困難な患者も多い。当然、医療は患者確認をしてからの提供が前提であり、患者誤認する
ことで発生するインシデントは重大事故に直結する場合もある。しかしながら、前年度の
患者誤認に起因する報告は、27件発生していた。ここ数年遡って検証しても、ほぼ同数の
件数が発生していた。令和5年度に医療安全教育グループが、職員各々の患者確認の意識を
改善すべく取り組んだ。前期、対象を全職員が患者確認すべきとして、『指差呼称して医療
提供等しているか？患者確認をしているか？』を各所属長による他者評価を実施した。評価
は、患者が『名乗れる場合』と『名乗れない場合』と2種類を作成し、確認した場合は、加点
方式で評価した。結果は、患者確認を実施した割合、87.3%で、12.7%は確認を怠ってい
た。原因として、当院の特徴である長期療養の場合、フルネームでの患者確認を省略したり、
職員に指差呼称の習慣がないことが判明した。後期は、まず、指差呼称や患者確認する物
や手順を見直し、病院全体の患者確認マニュアルを改訂した。また、1月に患者確認強化月
間とし、ポスターを作成、掲示し、始業前に『指差し・声だし確認・よし！』と唱和を実施
した。患者確認を実施した割合は、93.6%に上昇した。令和5年度の患者誤認も22件と減
少し、一定の効果を認めた。今後は、部署ごとの改善点を分析し、患者誤認によるインシ
デント報告が『0』となるよう取り組んでいきたい。

P2-128-4
コミュニケーションエラーに対しチェックバックの効果について～手術室
のインシデント減少に取り組んで～
山野∙満知瑠（やまの∙みちる）、後藤∙央子（ごとう∙ひさこ）、小西∙亜由美（こにし∙あゆみ）、左官∙昌美（さかん∙まさみ）

NHO 姫路医療センター手術室

【はじめに】
手術室は多職種が連携して医療を提供しており、チームメンバーが日々変わる。また、刻々
と変化する手術進行に対応するための情報伝達は言葉によるコミュニケーションが主であ
る。当手術室においても同様であり、コミュニケーションエラーによるインシデントが全
体の約半数を占めていた。コミュニケーションエラーの減少に対する取り組みを行った結
果、インシデン発生件数の減少につながったため報告する。

【目的】
コミュニケーションエラーに伴うインシデント発生件数の取り組みの成果と課題を明らか
にする

【方法】
1.対象：手術室看護師31名
2.期間：令和2年度4月～令和4年度3月
3.方法：1）インシデント要因分析　2）TeamSTEPPSのコミュニケーションツールの1つ
であるチェックバックを導入　3）事例検討、勉強会の実施　4）チェックバック導入後の評
価

【倫理的配慮】
データーは個人が特定されないよう概念化し取り扱うことで倫理的配慮とした。

【結果・考察】
コミュニケーションエラーによるインシデントは、令和元年度：28件中17件（60％）、2
年度：28件中10件（35％）、3年度：9件中2件（22％）、4年度：10件中2件（20％）に
減少した。鬼塚・高木は、コミュニケーションは「送り手は受け手の情報への理解が正しいか、
受け手は自分の情報への理解が正しいか双方による確認が必要である」と述べており、今回
チェックバックを導入し実施に繋げていくことで、コミュニケーションエラーの防止に繋
がったと考える。

【結論】
手術室でのチェックバックはコミュニケーションエラーに対して有効であった。
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P2-129-3
1患者1日あたりの手指消毒回数増加を目指した管理者への手指衛生に関
する支援とその成果
隨原∙さとえ（ずいはら∙さとえ）、辻∙真梨亜（つじ∙まりあ）、黒川∙綾子（くろかわ∙あやこ）、藤山∙和美（ふじやま∙かずみ）、
山口∙希（やまぐち∙のぞみ）、市元∙あゆみ（いちもと∙あゆみ）、宮地∙由紀子（みやじ∙ゆきこ）

NHO 敦賀医療センター看護部長室（感染対策室）

【はじめに】1患者1日あたりの手指消毒回数（以下消毒回数）目標10回を達成するために
2023年度は部門長への積極的な介入が有効であると考えた。副看護師長ワーキンググルー
プ（以下WG）を立ち上げ、活動した結果を報告する。【目的】看護師長・副看護師長（以下
管理者）に対するWGの支援によるリンクナース等職員への介入の強化により手指消毒の目
標が達成できる。【活動方法】副看護師長5名で構成するWGと連携し、管理者に対して（1）
情報提供方法を変更（使用量結果）（2）依頼事項a.各病棟の課題検討及び対策立案への支援
と実践の確認b.使用量の多い職員・少ない職員への理由の聞き取りと指導（3）評価として6
月と2月の管理者を対象とした手指衛生への関心・介入に関するアンケートを比較した。【倫
理的配慮】アンケート調査は情報を匿名化し取り扱う旨を説明し同意を得た。【結果】消毒回
数は2022年度8.6回から2023年度12.3回に増加した。6月と2月のアンケートで管理者
の「使用量の把握」は84％から90％に増加した。両月とも80％以上の管理者が手指衛生推
進には「手指衛生に関する教育」と「タイミング遵守」が必要と思っていた。実際の介入は「使
用量確認」72.7％から84.2％、「リンクナースの啓発」44％から63.2％「スタッフへの指導」
44％から47.4％であった。【考察】WGで実施した管理者への毎月の情報提供と支援は管理
者の手指衛生に対する意識向上とリンクナース等職員への介入に繋がり、目標が達成でき
た。管理者への支援を継続し、今後、職員の「タイミング遵守」向上のために手指衛生に関
する教材作成と周知を行いたい。

P2-129-2
手指衛生の意識を向上させるための取り組み
金子∙一生（かねこ∙いっせい）、小池∙里依（こいけ∙りい）、小林∙萌々子（こばやし∙ももこ）、宮澤∙みのり（みやざわ∙みのり）、
竹井∙ひかり（たけい∙ひかり）、俵山∙俊誠（たわらやま∙としあき）、太田∙奈穂（おおた∙なほ）

NHO 新潟病院脳神経内科

【目的】文献検索より他院で行われている看護師の手指衛生に関する意識の向上に繋がった
取り組みを明らかにし、当院が目標に掲げている1人の患者に対して1日20回以上の手指
消毒実施を達成することに繋げる。【方法】手指衛生に対しての意識向上のための取り組み
方法を文献で検索し、考察より、当院でも取り入れることができる方法を検討した。【結果】
病棟での手指衛生の意識向上に向けた取り組みについて記載のある文献を絞り込み32件を
分析の対象とした。その中から、実際に行った意識向上に向けての取り組みを89個抽出し、
7項目にカテゴリー化した。手指衛生の意識向上に向けた取り組みに対して、32件中24件
は一定数の効果があった。【考察】1．手指衛生の意識向上に向けた取り組みで、「指導」と「ア
ンケート」による取り組みが多く、正しい手技をスタッフへ周知徹底することが、指導方法
として効果があった。2．指導を行ううえで、寒天培地など結果が目に見える方法で、「汚
染の可視化」をするとスタッフの振り返りに繋がり、効果的な意識向上につながる。3．手
指衛生に対する取り組み後に、手指消毒剤の使用量は増加するが、翌月以降には使用量を
維持できないことから、継続した取り組みが必要である。【結論】1．文献検索より意識向上
の取り組みとして、指導やアンケートは効果的である。2．手指衛生実施率と併せて数値で
表し、推移をみることは取り組みの実感になり意識向上に繋がる。3．一度の取り組みで終
わらず、指導を定期的に計画し実践する継続した取り組みが必要である。

P2-129-1
手指消毒実施回数の向上維持につながった要因の後方視的検討
池下∙聖子（いけした∙さとこ）1、高橋∙和也（たかはし∙かずや）1

1NHO 医王病院看護部、2NHO 医王病院神経内科感染管理医師

【背景】手指消毒遵守は非常な感染対策だが、医療現場の遵守は十分ではなく当院も苦慮し
ていた。しかし手指消毒実施回数が向上し、高水準で維持できた病棟があった。当該病棟
感染対策制御チームリンクナース（以下ICTリンクナース）の活動と背景から、手指消毒実
施回数向上・維持につながった要因を考察した。【目的】ICTリンクナース活動が手指消毒実
施回数向上維持につながった要因を分析し、今後の手指消毒実施回数向上にむけた活動に
つなげる。【方法】手指消毒実施回数向上維持の活動についてICTリンクナースから聞き取
り調査を行い、手指消毒実施向上維持への推移とICTリンクナースの活動を後方視的に振り
返る。【結果】ICTリンクナース活動前から活動初期（無関心期）は、手指消毒実施回数7 ～
9回/患者/日であったが、活動1年目後半（関心期～準備期）から増加し、活動2年目後半（実
行期～維持期）には14回/患者/日となった。ICTリンクナースは、手指消毒実施が少ない
職員に、個別かつ頻回に、改善するまで継続的に声かけを行っていた。聞き取り調査では、
感染管理認定看護師（以下CNIC）と感染管理の重要性を双方的に検討した事、当該病棟活
動を賞賛された事などが活動意欲を高めたと回答があった。【考察】行動変容に至るには、
各ステージ（無関心期、関心期、準備期、実行期、維持期）で求められる支援技術を提供す
る必要があると言われている。聞き取り調査より、各ステージ相当時期にCNICから必要な
支援を受けていたことが推察できた。また目標を共有し、双方的関りにより信頼関係を構
築し継続できたことが、手指消毒実施向上維持への活動力につながったことが示唆された。

P2-128-8
Goodjob報告から見えてきた転倒防止への課題
松元∙恭子（まつもと∙きょうこ）

NHO 指宿医療センター医療安全管理室

【目的】A病院は令和2年度より、レベル0報告を簡易的（発生日時、インシデント項目、内
容のみ記載）に報告するGoodjob（以下Gj）報告に変更した。令和5年度はGj報告の推進
を図り報告件数が増加し、Gj報告の5割が転倒に関する報告であった。今回Gj報告の転倒
報告を分析し、Gj報告を活用した転倒防止への取り組みについて示唆を得る。【方法】Gj報
告の転倒に関する内容を次の5項目1.発生時間帯2.発生場所3.離床センサー使用数4.患者
要因（センサー外し、コールなし等）、医療者要因（装着忘れ、電源入れ忘れ等）5.転倒予防
対策記載の有無で調査した。【結果】Gj報告1227件中転倒件数616件（50.2％）1.発生時
間帯は深夜帯202件（32.8％）準夜帯200件（32.5％）日勤帯195件（31.7％）。2.発生場
所は病室424件（69.3％）廊下114件（18.5％）その他78件（12.7％）。3.離床センサー使
用数353件（57.3％）4.患者要因570件（93.6％）医療者要因34件（5.6％）5.転倒予防対
策記載あり316件（55.4％）記載なし254件（44.6％）【結論】発生時間帯や発生場所では
情報共有を図り、事前に患者の行動を予測し対策を講じていく。患者の行動を離床センサー
で察知し、転倒予防対策を5割は実施しているが、4割は予防対策実施に至っていない。Gj
報告に具体的な転倒予防対策まで考察し記入することで、患者の転倒を未然に防止するこ
とができると考える。現在転倒が発生した際、リスク評価や看護計画の見直しを行ってい
るが、レベル0で段階からリスク再評価や看護計画の見直しを行うことで、転倒事故防止に
繋がるのではないかと考える。今後、Gj報告内容を定期的に分析・評価し、各部署へフィー
ドバックし転倒防止に繋げる。
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P2-129-7
擦式消毒薬の設置場所と費用対効果感染予防対策の現状調査を通して明ら
かになったこと
竹田∙彩希（たけだ∙さき）、井上∙未歩（いのうえ∙みほ）

NHO 姫路医療センター外来

当院はがん拠点病院であり、呼吸器・消化器センターを設置している。外来の1日平均来院
患者数は約500名で、高齢で化学療法などの治療により免疫力が低下している患者が多い。
そのため、患者の行き交う検査室や混雑した待合室で他患者や医療スタッフとの接触によ
る感染リスクが高い。感染予防対策で手指衛生は必須であり、COVID-19感染症の流行を
契機に擦式消毒薬が外来の至る所に配置されたが、詳細な使用状況は確認されていなかっ
た。今回調査を行ったところ、1つの診察室に複数の擦式消毒薬が配置され、開封後6 ヶ
月以内の使用期限内に使いきれず廃棄するものが多数あった。また、各診療科で擦式消毒
薬をSPD請求をしていたため過剰在庫を抱え、メーカーの使用期限が切れたものをそのま
ま使用していた。これらを改善するため、外来患者の動線を考慮した擦式消毒薬の配置と、
各診療科で配置場所の検討を行った。患者と接する機会の多い診察室は医師-患者の手の届
く診察室の机に置き、クラークや看護師が共有するノートパソコンに設置した。設置した
擦式消毒薬の使用量を各診療科で毎月調査を行い、6 ヶ月期限内に消費できないとのは使用
量の多い中央処置室に移動することでロスが出ないようにした。また、SPD請求を中央処
置室に一元化し過剰在庫をなくすことができた。この活動により、擦式消毒薬が必要とな
る配置場所が決定でき、不要なものを減らすことでコスト削減に繋がった。また、この取
り組みを継続することで、感染リンクナースを中心に各診療科のリーダーと協力し擦式消
毒薬を管理することができた。

P2-129-6
手指衛生実施率向上のための取り組み
古舘∙加奈子（ふるだて∙かなこ）

NHO 東京医療センター医療安全管理部院内感染対策室

当院では、職員の手指衛生実践力向上を目指し、手指消毒剤使用量サーベイランスと世界
保健機構が提唱する5つのタイミングでの手指衛生実施率を直接観察法で調査している。手
指消毒剤使用量サーベイランスは、各部署の担当者が毎月の使用量を集計し、感染管理認
定看護師にて各部署の1患者あたり1日何回手指消毒剤を使用しているかを算出している。
サーベイランス実施にあたっては、年度当初に各部署の1患者あたりの1日の手指消毒剤の
実施目標を設定し、その目標値を達成できるよう各部署で具体的な介入計画を作成し取り
組んでいる。集計後はデータを提出するだけでなく、使用量が妥当であったか、分析検討
し改善計画も併せて提出している。それらを基に専従感染管理認定看護師が各部署に介入
している。手指衛生実施率調査は、手指衛生が必要な5つのタイミングや、評価基準を十分
理解した上で調査を行う必要があることと、直接観察法での調査は労力がかかるため、感
染管理認定看護師主体で実施している。しかし、労力が大きい分、臨床現場のありのまま
を観察できるため、実施率だけでなく、具体的な行動を踏まえたフィードバックや、改善
策を共に検討できる重要な調査と考える。特に、アウトブレイクが発生した場合にも、手
指消毒剤使用量や手指衛生実施率は時間経過とともに増加し、拡大なく収束できた。手指
衛生実施率を向上させるためには以下の工夫が必要である。1.現場の職員が行動できるよ
う具体的な指標を提示する、2.各部署の特徴を捉えた細かい介入、3.臨床の動きをありの
まま観察することで感染対策の具体的な問題を明らかにする、このような工夫により手指
衛生実施率は向上できると考える。

P2-129-5
A病棟看護職員の手洗い遵守に関する実態調査と実施率向上に繋がらない
原因追求
三原∙麻美（みはら∙まみ）、三田∙真弓（みた∙まゆみ）

国立成育医療研究センター看護部

【目的】病棟内の手指衛生向上に向けた取り組みで、直接観察による手洗い遵守率、速乾性
手指消毒薬使用量から有効な方法があるか統計学的に検討する【方法】2022年4月～ 2023
年11月手指衛生向上取り組み前後の速乾性手指消毒薬払い出し量・手洗い遵守率・1患者
当たりの処置量から必要手指衛生回数の調査を後方視的に行い、分析はカイ2乗検定で行っ
た。【結果】手指衛生向上の取り組みとして、啓発活動と手指衛生スキルトレーニング指導
が行われていた。2022年度啓発活動介入前・後の手指衛生遵守率は55％・21％（p=0.089）、
指導介入前-後は21％・47％（p=0.063）2023年度啓発活動介入前・後は52％・24％（p
＝0.01）指導介入前・後は32％・53％（P＝0.01）処置量からみた必要な手指衛生回数は
平均31回/患者。ゴージョー使用回数は2022年度啓発活動介入前・後11.9回・14.2回/
患者、指導介入前・後10.7回・13.1回/患者。2023年度啓発活動介入前・後は13.7回・
20.5回/患者、指導介入前・後12.5回・13.7回/患者。【考察】手指衛生遵守率は、啓発活
動介入前後は低下しているが指導介入前後では上昇した。啓発活動のみでは習慣化されず
効果的ではないと考えられる。時間経過により意識は低下するため知識の定着、習慣化に
繋げられるように継続的な取り組みを行う必要があると考えられる。使用回数のみで見る
と介入前後でのゴージョー使用回数は上昇しているものの必要手指衛生回数の半分もでき
ていないことが分かる。本研究では、手指衛生遵守率が上がらない原因の追求はできなかっ
た。

P2-129-4
手指衛生改善に向けた取り組み～ WHO手指衛生多角的戦略1年目の活動
評価と課題～
坪倉∙美由紀（つぼくら∙みゆき）、永原∙昌美（ながはら∙まさみ）、上平∙朝子（うえひら∙ともこ）

NHO 大阪医療センター感染制御部

【目的】WHO手指衛生多角的戦略に基づく取り組み1年目の評価と課題の検討【方法】2014
年4月から2024年3月の病院全体の手指消毒薬払出量及び病棟の手指消毒薬使用量（量/
延べ入院患者数×1000）、新規MRSA・ESBL検出率（検出数/延べ入院患者数×1000）、
手指衛生実施率とWHO手指衛生自己評価フレームワーク（以下HHSAF）スコアを用い評価
する。【結果】手指消毒薬払出量は8L台から2018年度19Lへ上昇し以後20L台で推移した。
病棟の手指消毒薬使用量は2018年度30Lをピークに年々低下し、2022年度は25.4Lだっ
た。MRSA検出率は0.3‰台から2020年度以降上昇し2022年度0.7‰、ESBL検出率は
2021年度アウトブレイク対応でスクリーニングを開始し0.2‰台から2022年度は0.9‰
へ上昇した。2022年度のHHSAFスコアは200点で、組織文化（30点）が最も低かったため、
2023年度は病院全体で手指衛生に取り組むことを目標に、キャンペーン開催、キャッチコ
ピー募集、教育、掲示、直接観察法による手指衛生実施率評価等行った。2023年度末の
HHSAFスコアは240点、組織文化45点へ上昇したが、病棟の手指消毒薬使用量は24.1L
へ低下した。MRSA検出率は0.5‰へ低下したが依然高く、ESBLは1.03‰へ上昇した。手
指衛生実施率は48%で、清潔・無菌操作前（34%）、患者に触れる前（42%）が低かった。【結論】
HHSAFスコアは上昇したが依然初級レベルで、手指消毒薬使用量増加や薬剤耐性菌検出率
低下には至らなかった。2年目は、「前」の手指衛生実施率向上を目指し取り組む。
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P2-130-4
筋ジストロフィー病棟との連携による医療型短期入所受け入れ強化の取り
組み
岸添∙有喜子（きしぞえ∙ゆきこ）1、川久保∙幸代（かわくぼ∙さちよ）2、門脇∙知恵子（かどわき∙ちえこ）1、
田中∙恭子（たなか∙きょうこ）3

1NHO 兵庫中央病院看護部、2NHO 兵庫中央病院療育指導室、3NHO 南京都病院看護部

【はじめに】当院では、重症心身障害者の一病棟で医療型短期入所の受け入れを行ってき
た。しかし、利用病床が少ないことから短期入所利用登録者数を増やすことができないこ
とが課題となっていた。更に、新型コロナウイルス感染症発生時には病床の調整ができず
に受け入れをキャンセルせざるをえない状況があった。また、利用登録者数が少ないこと
から、利用者自身の都合によるキャンセルが発生した場合に、大幅に利用日数が減少する
状況があった。そこで、療養介護サービスを実施する筋ジストロフィー病棟（2病棟）と連
携し、感染症発生時や予約重複時の病床を増やすことで、病院都合によるキャンセル数を
減少させることと、新たな利用者獲得に向けての取り組みを開始した。【実施内容】1．短期
入所用病床の確保：令和5年10月から筋ジス病棟の空床で短期入所受け入れの届け出開始。
2．短期入所利用登録者確保の取り組み：短期入所案内リーフレットの作成、ホームページ
で福祉サービス利用の案内を提示。関係機関への案内。3．病棟内でのサービス改善：利用
者の希望に応じた日程調整。病衣レンタルシステムの開始。感染対策の徹底。【結果】令和
4年度の短期入所利用日数89日に対し、令和5年度は141日に増加した。利用者の体調不
良によるキャンセル日数は30日程度で変化がなかったが、感染対策による病棟閉鎖による
キャンセルは37日から2日に減少した。システム開始後の筋ジス病棟利用はまだ1回だが、
新規に利用登録者を3名確保できた。【まとめ】短期入所用病床数を拡大したことで、積極
的に新規の利用登録者確保を行い、サービス向上と安定した利用の確保に繋げていきたい。

P2-130-3
新型コロナウイルス感染拡大により短期入所を利用出来なかった患者・家
族の思いを考察する
向根∙彩那（むこね∙あやな）、神谷∙実優（かみたに∙みゆ）、畑中∙弘美（はたなか∙ひろみ）、林谷∙記子（はやしたに∙のりこ）、
檜谷∙稔（ひだに∙みのる）

NHO 広島西医療センター成育心身障がいセンター

【目的】新型コロナウイルス感染拡大による病棟閉鎖によって短期入所を利用できなかった
患者・家族の思いを知り、患者・家族への影響を明らかにし、今後の感染症拡大や災害時
の短期入所の受け入れの一助とする。【方法】研究対象　病棟閉鎖中にB病棟の短期入所を
利用する予定であった短期入所利用者の家族3名データ収集・分析方法　独自に作成したイ
ンタビューガイドに沿って半構成的面接を行う。インタビュー内容を意味ある文節で区切
りコード化し、類似性に注目してカテゴリー化した。倫理的配慮A病院の倫理審査委員会
の承認を得て実施。【結果】対象者3名から有効回数が得られた。46個のコードから16個
のサブカテゴリー、3個のカテゴリー【新型コロナウイルスに対する不安と葛藤】【本人を取
り巻く周囲の協力体制】【新型コロナウイルス感染拡大による生活変容】が抽出された。【考
察】患者・家族は、利用する患者への感染の不安やメディア報道から未知のウイルスへの怖
さを助長させ、見えないストレス、閉塞感、孤立感を感じていた。短期入所利用時に行う、
検査で陰性という確実な結果を得ることで不安の軽減に繋がっていた。家族は強い緊張を
感じているので、在宅での状況や生活背景の把握と共に些細な変化に気付き、短期入所利
用時には、家族を含め他職種との情報共有が必要である。【結論】1．家族の不安や葛藤につ
いて理解し在宅での生活様式をスタッフ間で把握する必要がある。2．患者の些細な変化に
気付き、家族を含め他職種との情報共有が必要である。

P2-130-2
近隣の支援学校に通う医療的ケア児の救急搬送についての検討
井上∙美智子（いのうえ∙みちこ）1、遠藤∙文香（えんどう∙ふみか）1、水内∙秀次（みずうち∙ひでつぐ）2、産賀∙温恵（うぶか∙あつえ）2、
吉永∙治美（よしなが∙はるみ）1

1NHO 南岡山医療センター小児神経科、2NHO 南岡山医療センター小児科

【はじめに】医療の進歩により医療的ケア児（以下、医ケア児）は増加し、学校においても医
ケア児の受け入れ態勢の整備が進められている。その中で当院は近隣にある特別支援学校
に登校する医療的ケア児（約50名在籍）の医療的支援を行っている。【目的および方法】医
ケア児の救急搬送の実態を把握し、支援の在り方を検討するため、2019年4月から2024
年5月までの期間に学校からの救急搬送された症例について診療録から後方視的に検討し
た。【結果】上記期間中に39回搬送があり、内32回が医ケア児であった。搬送理由の内訳
はてんかん発作あるいはその疑い21回（医ケア児以外2回）、次いで頭部打撲などの外傷7
回（医ケア児以外5回）、気管カニューレ抜去4回、低酸素血症4回、刺咬症2名、低血糖1
名であった。搬送後の処置については、てんかん発作あるいはその疑いの内11回は搬送時
には発作は止まっており、経過観察とした。10回については発作抑制のための投薬あるい
は検査を行い、かかりつけ医に搬送した1回を除き、処置後帰宅した。外傷の内4例は処置
あるいは検査を行ったが、歯冠破折、上肢の骨折を各1回認めた。気管カニューレ抜去は全
身状態の変化はなくカニューレの挿入を行った。低酸素血症では全て酸素投与や排痰処置
を行ったが、処置後帰宅した。刺咬症は投薬後帰宅、低血糖症は搬送後には回復していた。【考
察】搬送頻度の多いてんかん発作については、入学時の受診による情報収集が搬送後の対応
を円滑にしていた。搬送後の処置は比較的軽症が多く、医ケア児が社会参加するために心
理的安全性に寄与する役割が大きいと考えられた。

P2-130-1
山梨県医療的ケア児支援センターの役割について
沢登∙恵美（さわのぼり∙えみ）1、中村∙幸介（なかむら∙こうすけ）1、八巻∙和子（やまき∙かずこ）2、岩崎∙真由美（いわさき∙まゆみ）3、
平山∙剛史（ひらやま∙つよし）4、萩野∙哲男（はぎの∙てつお）5

1NHO 甲府病院小児科、2山梨県看護協会看護部、3NHO 甲府病院保育士、4NHO 甲府病院療育指導室、 
5NHO 甲府病院整形外科

【目的】山梨県の医療的ケア児支援センター（山梨医ケアC）は2022年に、山梨県から国立
病院機構甲府病院内に委託開設された。開設から1年半となった現在の、山梨県の医療的ケ
ア児の実態と山梨医ケアCの役割と課題について紹介する。【方法】山梨医ケアCは専任の
看護師と事務職、兼任の医師、指導員、コーディネーター（保育士）で構成された。開設後、
県主導の3つの専門部会：保育福祉、教育・保育、災害対策の協議に参画し、山梨県障害福
祉課と協力して実施したアンケートや相談事業、活動内容を報告する。【結果】寄せられた
相談のうち、保育教育関係が多かったことから、保育所・幼稚園の受け入れ状況調査を行っ
た。189施設の回答中、5年間で医ケア児13人、内容は呼吸器1、気管切開2、喀痰吸引2、
経管栄養5、血糖測定5、導尿2件で十分とは言えず、医ケアの実施者は約半数で保護者や
保育士だった。各専門部会からの問題点では、障害福祉サービス事業所不足、保護者のニー
ズのある夕方が利用できない、保育所や学校での受け入れ困難、医ケアを実施する訪問看
護師や学校看護師不足、などの現状の声が多く上げられていた。災害部会は山梨医ケアC
が主体となって協議した。持続的な酸素や電源が必要な医ケア児の避難場所としては、福
祉避難所の発災後開設よりも、主治医ないし近隣の災害時の受け入れ医療機関を避難場所
とすることが適切であると考えられ、医ケア児に対する個別支援計画立案を進めていける
ように、現在山梨県医ケア児支援者向けガイドブックを作成中である。【まとめ】山梨医ケ
アCの活動を振り返り、多くの課題が明らかになった。今後さらに利用できるサービスの
拡充が必要である。
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P2-130-8
脳性麻痺患者に対して病棟看護師と協力し呼吸理学療法を実施し誤嚥性肺
炎を予防できた一症例
中原∙慶祐（なかはら∙けいすけ）1、尾谷∙寛隆（おだに∙ひろたか）1、上江田∙勇介（うえた∙ゆうすけ）1、
河本∙邦彦（かわもと∙くにひこ）2、山崎∙浩（やまさき∙ひろし）1,2

1NHO 兵庫中央病院リハビリテーション科、2NHO 兵庫中央病院脳神経内科

【はじめに】今回、誤嚥性肺炎が生じた脳性麻痺患者に対して呼吸理学療法を実施し、加え
て病棟看護師と連携しケアを行ったことにより、再発を予防することができたので報告す
る。【症例紹介】40歳代、男性、脳性麻痺の患者である。誤嚥性肺炎発症を契機に長期療養
目的でX年7月に当院へ入院。翌日より離床および可動域維持を目的の理学療法を開始した。
入院時の基本動作とADLはほぼ全介助、ペースト食を介助下で摂取していた。X年9月に
誤嚥性肺炎を発症し、その後誤嚥性肺炎を繰り返した。さらに肺炎が持続し吸引での痰の
回収が困難となり、X+1年8月に主治医から排痰を促す目的で呼吸理学療法の指示があっ
た。【呼吸理学療法の評価と実施内容】X+1年8月時点では経皮的静脈血酸素飽和度（SpO2）
は86 ～ 95％であり、喀痰量が多く随時吸引を実施するが吸引しきれず、SpO2は低値で
あることが多かった。聴診にて両側肺上葉に水泡音を聴取した。理学療法では週2 ～ 3回、
背臥位での体位ドレナージと上部・下部胸郭に対して徒手的な呼吸介助を行った。病棟看
護師へ呼吸介助方法を指導し、病棟でも背臥位の体位ドレナージを依頼し、看護師と連携
して排痰を促した。【結果】X+1年11月、SpO2は90％以上を保持する機会が増え、両側
肺上葉の水泡音は消失した。喀痰は認めるが吸引にて痰を取り切れることが増えた。また、
SpO2低下時に看護ケアにて体位ドレナージを実施しSpO2が改善する事象が増えた。以降、
新たに肺炎は生じていない。【考察】医師の指示を受け、呼吸理学療法および看護師と連携
しケアを行った結果、排痰が促進され、肺炎の再発予防につながったと考えられる。

P2-130-7
肺炎を繰り返す重症心身障障害者に対して機器を用いて行った排痰療法の
一例
藤嵜∙孝次（ふじさき∙こうじ）1、川満∙徹（かわみつ∙とおる）3、大坂∙陽子（おおさか∙ようこ）3、佐藤∙和代（さとう∙かずよ）3、
中西∙美帆（なかにし∙みほ）2

1NHO あわら病院循環器科主任臨床工学技士、2NHO あわら病院慢性呼吸器疾患看護認定看護師、 
3NHO あわら病院小児科

【初めに】肺炎を繰り返し、自己による痰の喀出困難な気管切開を伴わない重症心身障害者
において機器を用いて排痰療法を行い、肺炎像が改善した一例を報告する。【症例】52歳男
性。出生時仮死状態であった。のちに点頭てんかん発症。A病院小児科および神経内科にて
フォローを受けていた。201V年当院へ入所した。入所後もここ数年誤嚥性肺炎を繰り返し
ていた（年に1 ～ 2回）。202W年10月XY日、誤嚥による窒息となり酸素飽和度が低下。
吸引、BVMに酸素を投与して一命をとりとめた。【方法】繰り返す誤嚥性肺炎に対し、主治医、
スタッフと回避策を検討した。今後も日常的に機器を用いた排痰療法を行うことで誤嚥性
肺炎を防止できるのではと考え、臨床工学技士と病棟スタッフとで継続して行うことを目
標とした。病棟スタッフはマスクによるカフアシストの使用は初めてだったので、臨床工
学技士により教育・指導を行いながら1か月間、平日1日1回継続し、その後胸部CTにて
評価を行った。また、継続して行うには人手がかかるので、他の方法として202Z年1月よ
りスマートベストを開始した。【結果】排痰補助装置を用いると白色～黄色の痰が吸引され
た。1か月後のCTで肺炎像の改善が認められた。更にカフアシストからスマートベストへ
変更することで、顔にマスクをあてる患者への負担軽減と排痰療法に係る人員整理をする
ために、回数や期間を定期的に評価することで週に1 ～ 2回行う程度までに至った。現在
も継続中である。【結語】気管切開を伴わない痰の喀出困難な重症心身障害者に対して機器
による排痰補助を行った。痰の喀出が困難な重症心身障害者に対して排痰補助装置による
排痰は有用であると考えられた。

P2-130-6
重症心身障害児者における排唾管を用いた口腔内低圧持続吸引に関する検討
井上∙文孝（いのうえ∙ふみたか）、井田∙久仁子（いだ∙くにこ）、山口∙綾（やまぐち∙あや）

NHO 渋川医療センター小児科

【緒言】重症心身障害児者は嚥下障害の合併が多く、唾液の誤嚥予防に口腔内低圧持続吸引
（以下持続吸引）を要することが少なくない。吸引用のチューブにはメラ唾液持続吸引チュー
ブ（以下メラチューブ）が多用されているが、詰まりやすいといった指摘もある。歯科治療
の際などに用いる排唾管による持続吸引を行っている施設があるとのことから、当院でも
歯科衛生士の協力のもと実施する機会を得た。排唾管の使用感や利点欠点などについて検
討したので報告する。【方法】当院重症心身障害病棟の長期入所者に対して実施している持
続吸引で、従来使用していたメラチューブに替えて排唾管を用いた。使用後の感想等につ
いて病棟看護師にアンケートを行った。【結果】病棟看護師24名から回答を得た。よかった
点としてチューブに太さがあるため吸引力が高く詰まりにくい、角度が変えられるので固
定がしやすい、といった点が挙がった。一方、チューブが太いため扱いにくい、固定が難
しく口から外れやすい、といった相反する意見や、チューブの硬さによる口腔内損傷のリ
スクを懸念する声も聴かれた。体動が少ない場合には使用しやすいのではないか、口腔ケ
アの際に用いるのは有用かもしれない、といった意見もあった。【結論】排唾管による持続
吸引は一定の有用性を認めたが課題もあった。持続吸引を行ううえでは、患者の状態など
に応じてチューブの選択を検討する必要がある。

P2-130-5
重症心身障がい児（者）のADL向上に伴う重力負荷による骨折予防への取
り組み
川口∙倫子（かわぐち∙のりこ）、中尾∙美貴（なかお∙みき）、副島∙京子（そえじま∙きょうこ）、岡村∙恭子（おかむら∙きょうこ）

NHO 大牟田病院看護部

横井は「重症心身障がい児（者）の骨粗鬆症（骨脆弱性）の原因としては、運動不足や重力負
荷不足による廃用性の骨委縮、日光浴不足によるビタミンD生産不足、抗痙攣薬の影響に
よる肝臓でのビタミンDの異化亢進による不足、摂食障害による栄養不足などが考えられ
る」1）と述べている。また、重症心身障がい児（者）の多くは骨粗鬆症があり、四肢の拘縮
や身体の変形により、無理な外力が加わることで骨折を起こしやすい状況にある。A病棟に
おいても毎年骨折の発生が報告されている。原因の多くは不明で、患部の腫脹・熱感で骨
折に気づくことが多い。身体への重力負荷は廃用性の骨萎縮を少しでも抑制する効果があ
ると思われるが、転倒のリスクに重きが置かれ、軽介助で起立ができる重症心身障がい者
であっても、立位をとらせることなく介助して移動・移乗している現状があり、重力負荷
の積極的な介入に課題がある。A病棟において以前は独歩できていた重症心身障がい者（B
氏とする）がいる。B氏は、2014年に本人用の車いす作成を機に乗車の機会が増え、自然
と独歩で活動することが減少し、2018年には歩行する機会がなくなっていた。介助者が体
幹を保持すると立位をとることができ、また、ゆっくりではあるが手引きで歩行すること
が可能であったため、2022年より介助手引き歩行を開始した。現在歩行距離としては部屋
から食堂までの約10Mの往復を一日3回行えている。歩行介助は必ず2名で行い、転倒予
防に努めた。歩行中はB氏の足取りに注意し、不安定さはないか、歩行を嫌がっていないか
気を付けた。骨折のリスクの高いB氏に対し、ADLの向上に伴う重力負荷を行い、骨折の
予防につなげることができた為報告する。
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P2-131-4
進行期パーキンソン病の低血糖の頻度と臨床背景についての検討
朴∙貴瑛（ぱく∙きよん）、大江田∙知子（おおえだ∙ともこ）、野元∙翔平（のもと∙しょうへい）、石原∙稔也（いしはら∙としや）、
高坂∙雅之（こうさか∙まさゆき）、冨田∙聡（とみた∙さとし）、澤田∙秀幸（さわだ∙ひでゆき）

NHO 宇多野病院臨床研究部脳神経内科

【目的】パーキンソン病（PD）患者の低血糖に関する臨床的背景について検討し、他疾患の頻
度と比較した。【方法】症例対照研究。2006年1月から2024年3月までに3年以上の通院
歴を有し当院で死亡したPD患者を対象に、死亡3年以内に最も血糖値の低かった日をイベ
ント日とし、重症低血糖（50mg/dl以下）を起こした低血糖群と非低血糖群の2群に分け、
イベント日の年齢、罹病期間、mH-Y重症度、BMIなどの臨床因子と、血清Alb、AST、
ALT、BUN、Cre、CRP値および摂取カロリーを比較した。そして多変量ロジスティック
回帰分析を用いて低血糖に有意に関連する因子を明らかにした。また、2015年1月から
2024年3月までにPD以外の疾患で死亡した122例について低血糖の頻度をPDと比較し
た。【結果】106名のPD患者のうち、低血糖群が32名（30.2％）、非低血糖群が74名であっ
た。低血糖群は非低血糖群に比してmH-Y重症度が高く、BMIが有意に低かった。またAlb
と摂取カロリーは有意に低く、AST、ALT、ALP、CRPの上昇を認めた。多変量ロジスティッ
ク回帰分析では低血糖に有意に関連する因子は肝障害（AST＞60）、低alb血症、高CRP血
症であった。非PDの122例中15例が低血糖を発症しており（12.3%）、PDは有意に低血
糖が多かった。（p=0.001）【結論】進行期PDは低血糖の頻度が高く、背景には低栄養や炎
症、それに伴う栄養障害性肝障害が関連する可能性が示唆された。

P2-131-3
レボドパ持続皮下注射療法（continuous subcutaneous infusion: CSCI）
の自験例における検討と課題
宮城∙雄一（みやぎ∙ゆういち）、峯村∙和哉（みねむら∙かずや）、館野∙琴菜（たての∙ことな）、宮下∙真信（みやした∙まさのぶ）、
冨樫∙尚彦（とがし∙なおひこ）、川浪∙文（かわなみ∙あや）、長谷川∙一子（はせがわ∙かずこ）

NHO 相模原病院脳神経内科

進行期パーキンソン病ではWearing-off現象やジスキネジアのコントロールに苦慮す
ることがある。これらの対処法として最近レボドパの持続皮下注療法（continuous 
subcutaneous infusion: CSCI）が開発された。今回病状コントロールに苦慮した症例に
ついてCSCIを試み、投与方法、投与量について検討したので報告する。当院自験例18症
例で、経口薬での病状コントロールが困難な症例13症例とレボドパ・カルビドパ腸管内ゲ
ル剤持続注入療法（levodopa continues intestinal gel：LCIG療法）で良好な経過であっ
たが、CSCIに変更の希望のある5症例。CSCI導入時の年齢は63歳±21歳、男女比は5:7
で、罹病期間は16年±12年であった。LCIGからの移行群で併用薬として3症例が夜間に
レボドパを使用した。3症例がCSCIを導入後に中止した。CSCI導入前のレボドパ換算量は
1197 mg（±1255）で、そのうちレボドパ含有製剤（レボドパ・カルビドパ、COMT阻害
薬）は900 mg（±1551）であった。CSCI療法に内服や貼付剤を併用したのは6例であった。
直接CSCIへ移行した群ではレボドパ含有製剤（900 mg）、CSCI導入後のレボドパ換算量

（1444 mg）と差があった。CSCIの導入時にはレボドパ含有製剤の投与量を基準とするが、
ドーパミンアゴニスト製剤やMAO-B阻害薬などを含めてCSCI投与設計をするほうが、最
終的な投与量により近かった。しかしながら可能な限りパーキンソン治療薬をレボドパ投
与量に換算してもCSCI導入し調整した後のレボドパ量と比較すると18.5％少なかった。皮
下注射薬のため吸収効率が異なる可能性が指摘できた。

P2-131-2
当院におけるパーキンソン病患者の診療状況について
横川∙ゆき（よこかわ∙ゆき）1、饗場∙郁子（あいば∙いくこ）1、橋本∙里奈（はしもと∙りな）1、片山∙泰司（かたやま∙たいじ）1、
佐藤∙実咲（さとう∙みさき）1、村尾∙厚徳（むらお∙あつのり）1、見城∙昌邦（けんじょう∙まさくに）1、奥田∙聡（おくだ∙さとし）1、
犬飼∙晃（いぬかい∙あきら）2、齋藤∙由扶子（さいとう∙ゆふこ）3

1NHO 東名古屋病院脳神経内科、2東海記念病院脳神経内科、3増子記念病院脳神経内科

【目的】当院におけるパーキンソン病（Parkinson’s disease: PD）患者の診療状況を明らか
にする。【対象】2022年11月1日から2023年10月31日までの1年間に、当院にPDで
通院していた患者と入院した患者。【方法】診療録を後方視的に外来患者と通院患者に分け
て調査。通院中の患者であっても、調査期間中に1度でも入院歴のある患者は入院患者と
して調査。2回以上入院歴のある症例は1例としてカウントした。認知症を伴うPD、パー
キンソン症候群、他の神経疾患の経過中にPDを発症した症例は除外した。調査項目は、性
別、発症年齢、調査時点での年齢、罹病期間、Hoehn＆Yahr（H&Y）重症度、Deep Brain 
Stimulation（DBS）の有無、内服薬、介護保険認定の有無、特定疾患受給者証取得の有
無、入院目的、入院回数、入院期間、外来通院間隔とした。【結果】症例は155例（男78、
女77、入院70、外来85）。発症年齢64.3±11.3歳（入院65.7±10.4歳、外来63.2±
12.0歳）、罹病期間：10.6±6.5年（入院11.8±6.5年、外来9.5±6.5年）。入院期間：
54.8±48.0日、外来通院間隔:2.4±2.0 ヵ月。入院ではH&Y IVが多く、外来ではH&Y 
lllが多かった。入院目的は、H&Y lllではリハビリテーション（以下、リハビリと略）が多く、
H&Y IVでは1.リハビリ、2.レスパイト、3.薬剤調整の順であった。薬物治療については、
ドパミン含有製剤とドパミンアゴニストをベースにCOMT阻害薬、MAO-B阻害薬などを
追加するパターンが多かった。【結論】当院では、平均罹病期間が10年以上と長期症例が多
かった。また、リハビリ目的の入院が多く、薬物治療では、ウエアリングオフやジスキネ
ジアといった運動合併症に対する治療が中心となっていた。

P2-131-1
パーキンソン病患者精神・認知症状有無における辺縁系基底核のMRIによ
る評価
栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）1、渡邊∙暁博（わたなべ∙あきひろ）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）1、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）1、笹ヶ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）1

1NHO 大牟田病院脳神経内科、2NHO 大牟田病院放射線科

【背景】Parkinson病（PD）の病態は様々であり、運動症状、精神症状、認知機能低下、自律
神経障害等、患者によりその経過も症状発現の程度、優先される治療対象などもさまざま
である。精神・認知症状は対応に苦慮する治療対象の一つである【目的】PDに伴う精神症状
発現に関与する画像的特徴を検出可能か、特に基底核や辺縁系における形態、構造及びシ
グナル変化をMRIの様々な指標を用いて検討する。【対象・方法】2022年9月から2024年
4月までの期間で当院入院患者および当科外来の受診者で健常者ボランティアを含む同意を
得られた方を対象。臨床的評価として神経学的所見、認知機能検査（MMSE,SDS,CDR,iADL, 
NPI）評価を行った。臨床的に神経身体所見なくMMSE28以上の健常者5例、精神症状や
認知機能低下がほとんどないPD患者5例、Lewy小体病患者1例、興奮妄想が主体の精神
症状のあるPD患者5例、不安、高度なうつ病を呈するPD患者2例を対象に3.0T MRI装置
を用いて、3D T1強調像および高分子プロトン分画マップを取得し、基底核や辺縁系など
の定量評価を行った。【結果および考察】今回精神症状を伴うPD患者と精神症状や認知機能
低下がほぼみられないPD患者について側坐核、偏桃体、腹側被蓋野などについて少数例で
比較をおこなった。現在症例を蓄積しており、将来的に精神症状や認知症リスクの高いPD
患者を画像的に予測可能か検証を行っていく。
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P2-131-8
成人発症の神経筋疾患における誤嚥防止術後の臨床経過
本崎∙裕子（もとざき∙ゆうこ）1、山口∙浩輝（やまぐち∙ひろき）1、高橋∙和也（たかはし∙かずや）1、林∙瑶子（はやし∙ようこ）2、
井上∙敬太（いのうえ∙けいた）2、木田∙由貴子（きだ∙ゆきこ）3、田上∙敦朗（たがみ∙あつろう）4、中田∙聡子（なかだ∙さとこ）5、
駒井∙清暢（こまい∙きよのぶ）1、石田∙千穂（いしだ∙ちほ）1

1NHO 医王病院脳神経内科、2NHO 医王病院看護部、3NHO 医王病院リハビリ部門、 
4NHO 医王病院内科、5NHO 医王病院研究検査科

【目的】嚥下障害、構音障害を生じる疾患で、誤嚥防止術が行われることがある。成人発症
の進行性神経筋疾患を有し、誤嚥防止術を実施した症例の術後経過を検討する。【方法】X年
～ X＋9年に診療した進行性神経筋疾患例のうち、誤嚥防止術を実施した18例について、
診療録を用い後方視的に調査した。【結果】疾患の内訳は、筋萎縮性側索硬化症（ALS）10例、
多系統萎縮症（MSA）3例、パーキンソン病（PD）2例、脊髄小脳変性症（SCD）1例、球脊
髄性筋萎縮症（SBMA）1例、進行性核上性麻痺（PSP）1例。手術時の年齢は平均61.7歳で、
発症から手術までの期間は平均8年2 ヶ月、侵襲的陽圧換気を要した症例は11例。手術の
目的は、誤嚥防止のみが2例、誤嚥防止および経口摂取維持が16例。経口摂取維持目的に
手術した症例の術後経過は、（i）長期間経口摂取維持が2例（SCD 1例、SBMA 1例）、（ii）
経管栄養と長期間・少量経口摂取が5例（ALS 2例、MSA 3例、PD 1例、PSP1例）、（iii）
経管栄養と数ヶ月以内の短期間・少量経口摂取が7例（ALS 5例）、（iv）術後から経口摂取不
能が2例（ALS 2例）。経口摂取不能となった例は、いずれも送り込み困難が主因であった。
術後、死亡まで観察し得た症例は9例で、手術から死亡までの期間は平均6年5 ヶ月。死因
が肺炎であったのは1例で、気胸合併例であった。【結論】背景に進行性の疾患を有する場合、
食物の気道内への流入を防いでも、口腔期の障害が出現、増悪することで、術後に経口摂
取が困難になることがある。誤嚥防止効果は期待できると思われた。

P2-131-7
声門閉鎖術を行った後バルーン拡張法による嚥下訓練を行った進行性核上
性麻痺の1例
高橋∙和也（たかはし∙かずや）1、石田∙千穂（いしだ∙ちほ）2、駒井∙清暢（こまい∙きよのぶ）2、本崎∙裕子（もとざき∙ゆうこ）1,2、
山口∙浩輝（やまぐち∙ひろき）2、中田∙聡子（なかだ∙さとこ）3、田上∙敦朗（たがみ∙あつろう）4

1NHO 医王病院リハビリテーション科、2NHO 医王病院脳神経内科、3NHO 医王病院臨床検査科、 
4NHO 医王病院内科

【目的】進行性核上性麻痺（PSP）は認知機能障害，易転倒性，錐体外路症状などを主症状と
する神経難病であるが，嚥下機能障害も問題となることが多い．誤嚥性肺炎の予防目的で
声門閉鎖術，」喉頭摘出術などの誤嚥防止術が行われることがあるが，認知機能障害もあり
術後摂食機能改善目的に積極的なリハビリテーションを行うことは少ない．今回，比較的
理解力が保たれ声門閉鎖術による誤嚥防止術が行われたPSP患者にバルーン拡張法を用い
てリハビリテーションを行った1例を経験したので報告する． 【症例】73歳男性．発症から
4年経過したところで嚥下障害のため誤嚥性肺炎を発症し胃ろうを造設，経管栄養管理と
なったが，その後も唾液誤嚥による誤嚥性肺炎を発症したため，発症より5年経過した時点
で声門閉鎖術による誤嚥防止術が行われた．本人より経口摂取再開希望があり，ダブルバ
ルーンチューブを用いて輪状咽頭部拡張訓練を行った．【結果】バルーン拡張法により食道
入口部の開大を認めた．しかし，上咽頭閉鎖不全のため陰圧形成が不完全で嚥下反射時の
上咽頭への逆流も認めた．さらに，固形物の嚥下時，術後喉頭部陥凹が見られ，食物が陥
凹部にはまり込む状態が確認された．食物がはまり込むと唾液量が著名に増えるため固形
物の摂取はあきらめた．流動食の摂食とし，適宜吸引を用いることとし，3食経口で接種す
ることが可能となった．【考察】術後の喉頭部形状は食物残留に重要であり，誤嚥防止術後
に嚥下改善を希望する場合は，喉頭部形状を含めて耳鼻咽喉科と十分に検討し手術形式を
選択することが重要と思われる．

P2-131-6
非侵襲的陽圧呼吸で長期間経過した筋委縮性側索硬化症2例の臨床像
木村∙正剛（きむら∙せいごう）、鬼頭∙大志（きとう∙たいし）、平野∙聡子（ひらの∙さとこ）、村上∙あゆ香（むらかみ∙あゆか）、
野田∙成哉（のだ∙せいや）、橋本∙美沙（はしもと∙みさ）、酒井∙素子（さかい∙もとこ）、南山∙誠（みなみやま∙まこと）、
小長谷∙正明（こながや∙まさあき）、久留∙聡（くる∙さとし）

NHO 鈴鹿病院脳神経内科

症例1）発症時72歳女性。X年に構音障害、嚥下障害で発症し、同年A病院で筋萎縮性側索
硬化症（ALS）と診断され胃瘻造設と非侵襲的陽圧呼吸（NIPPV）の導入が行われた。同年当
院に転院。入院時は筆談可能、気管切開は望まず。その後、寝たきり呼吸器離脱不可となった。
X+6年78歳で肺炎により永眠。症例2）発症時74歳女性。Y年構音障害で発症し、B病院
でALSと診断された。Y+2年に当院入院、間もなく呼吸不全でNIPPVを導入したが気管切
開は希望されず。経鼻胃管で経管栄養、 Y+3年胃瘻造設。終末期まで一貫して気管切開は
望まず。Y+9年83歳で洞不全症候群により永眠。両例とも気管切開を受けずにNIPPVで
の長期経過となった。両症例で酷似した臨床像として頬部の拡張、食道の開大、右胸水の
増加、全身浮腫、後頚部（NIPPVベルトによる）裂傷を経過中に認めた。ALSでNIPPVによ
り長期間呼吸管理を行った場合に起こりえる重要な合併症と考える。

P2-131-5
頸椎術後に筋萎縮性側索症が急速進行した1例
鈴木∙黛（すずき∙まゆ）1、石濱∙寛子（いしはま∙ひろこ）1、松田∙昌大（まつだ∙あきひろ）1、増本∙奈 （々ますもと∙なな）1、
小林∙洋樹（こばやし∙ひろき）1、畑∙亮輔（はた∙りょうすけ）1、安田∙明正（やすだ∙あきまさ）1、石川∙晴美（いしかわ∙はるみ）2、
森田∙昭彦（もりた∙あきひこ）2、栩木∙弘和（とちぎ∙ひろかず）1

1NHO 埼玉病院整形外科、2NHO 埼玉病院神経内科

82歳男性、2年前より出現した両手の巧緻運動障害、下肢痛・歩行障害のため、前医より
当科へ紹介となった。頸椎MRIで第2/3-6/7頸椎高位の脊柱管狭窄がみとめられ、頸椎症
性脊髄症の診断となった。手術加療は第3-6頸椎椎弓形成術・第7頸椎部分椎弓切除術を施
行した。術後は、巧緻運動障害の残存はみられるものの歩行状態が改善し、経過良好で術
後4週時にリハビリテーション病院へ転院となった。しかし、術後3 ヶ月時に転院先から退
院後2週間で急速に再度歩行障害が出現し、体動困難となった。当科再入院のうえ精査をお
こなったところ、上位運動ニューロン障害、下位運動ニューロン障害および嚥下障害がみ
とめられ神経内科に依頼し、上肢型筋萎縮性側索硬化症（以降上肢型ALS）の診断となった。
高齢化社会が進み、比較的年齢が高い患者も手術加療を行うことが増えている。頸椎症性
脊髄症は、年齢が高い患者では少なからず存在している疾患であり、特に軽度でも歩行障
害や腱反射の亢進などの一般的な症状が診られ、狭窄の程度が画像所見と合致している場
合では、整形外科で頸椎の手術加療が行われていることも多々ある。一方、上肢型ALSの
初期では球麻痺症状を伴わず上肢障害がメインであるため、頸椎症性脊髄症との鑑別は困
難である。しかし、ALS患者においては、脊椎手術侵襲が行われるとALS症状を急速に進
行させる場合が多いことも知られている。頸椎症性脊髄症患者に比して、ALSのような運動
ニューロン疾患患者の割合は少数だが、疾患の存在の可能性を念頭に置き注意深く観察を
することが肝要である。
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P2-132-4
泌尿器科におけるマジックベッド使用時の皮膚障害予防に向けた取り組み
豊田∙朋未（とよた∙ともみ）、松田∙晶代（まつだ∙あきよ）

NHO 岡山医療センター看護部

【背景】A 病院では昨年度、マジックベッドを使用した9件の泌尿器科手術の内、d2 褥瘡
が2件発生した。泌尿器科のマジックベッド使用の手術は、特殊体位で 10 時間以上同一
体位となるため褥瘡のリスクは高い。今回、体位固定方法の改善に向け取り組みを行った
ため報告する。【方法】手術室業務改善グループ、手術看護認定看護師と共に、パーム Q を
用いて従来の体位固定と褥瘡予防具を追加した体位固定でシミュレーションを行い体圧の
変化について比較検討する。シミュレーションは 2 症例検討し砕石位と頭低位 15 度で比
較し仙骨部、両肩の圧測定を実施する。【結果・考察】従来の固定方法と改良した固定方法
を 2 症例検証し以下の結果となった。症例1：砕石位での仙骨部の圧差は 4.1mmHg、右
肩 8.9mmHg、左肩 7.3mm Hg と減少した。頭低位での圧差は仙骨部 4.9mmHg、右
肩 5.7mmHg 左肩 8.2mmHg と減少した。症例2：砕石位での圧差は 3.8mmHg、右
肩 1.9mmHg、左肩 4.2mmHg と減少した。頭低位での圧差は仙骨部 3.8mmHg、右肩 
3.1mmHg、左肩 4.9mmHg と減少した。症例 1、2 の圧測定の結果は、基準値 32mm 
Hg 以下であり高いものではなかった。2 症例とも、減圧された結果をもとに医師とシミュ
レーションを実施し、改良した方法で体位固定を行う事が決定した。手術時間の延長、体型、
患者様の高齢化や基礎疾患などにより褥瘡を発生するリスクが高いことが問題に挙げられ
た中で従来の体位固定方法より低侵襲な固定方法に改善された。各部位の体圧を測定、比
較することで褥瘡予防具の使用は徐圧効果が明確になり皮膚インシデントはその後発生し
ていない。

P2-132-3
新人看護師の褥瘡予防に対する困難感への副看護師長の介入
東∙美由紀（ひがし∙みゆき）、東原∙沙由理（ひがしはら∙さゆり）

NHO 大阪南医療センター看護部長室

【はじめに】令和5年度の新人看護職員における目標到達シートを3か月・6か月で評価した。
その結果、看護技術の中で1年以内に自立できる項目の中で、「褥瘡予防」の他者評価では

「一人でできる」が3カ月28.9％に対し、6カ月36.8％と他の項目より上昇していなかった。
そこで副看護師長が褥瘡防止リンクナース（以下リンクナースとする）と共に「褥瘡予防」の
評価を上げるための取り組みを実施したので報告する。【方法】新人看護師へ褥瘡予防に対
する困難感についてアンケート調査を実施。調査結果から、個別性に合わせたクッション
の選択やポジショニング、マットレスの選択に対する困難感があることが明らかになった。
そこで副看護師長がリンクナースと共に、新人看護師を対象にした勉強会の開催、カンファ
レンスや褥瘡ラウンドでのOJT、日々のペアナースによる個別性に合わせたOJTを通し、
褥瘡予防に対する困難感の軽減に努めた。【結果・考察】12カ月評価では「褥瘡予防」の他者
評価では、「一人でできる」が76.3％まで上昇できた。また新人看護師からは先輩看護師と
一緒にポジショニングやクッションの選択をしてもらえたことで困難感の軽減に繋がった
という意見があった。新採用後の集合研修で、褥瘡予防の基本について学習する機会があっ
たが、3か月から6か月評価で「一人でできる」の評価の上昇に繋がっていなかったことは、
集合教育後のOJTの中で、患者の個別性に合わせた褥瘡予防に対するOJTが不十分であっ
た可能性が示唆された。【まとめ】副看護師長がリンクナースと共に、新人看護師の褥瘡予
防に対する困難感に着目し、新人看護師へ介入したことは「褥瘡予防」の評価の上昇に繋がっ
た。

P2-132-2
褥瘡のある患者へのNSTと褥瘡対策チームとしての取り組み
石田∙朱音（いしだ∙あかね）、村田∙香織（むらた∙かおり）、的場∙ゆか（まとば∙ゆか）

NHO 小倉医療センター看護部

【目的】褥瘡を有する患者は低栄養状態であることが多く治癒過程には栄養管理が必要不可
欠と言われている。今回、NSTと褥瘡対策チームが協働介入した事例を通し取り組みの有
用性を明らかにしたいと考えた。【対象及び方法】90歳代女性、尿路感染症・アルツハイマー
型認知症、5cm×4cmの仙骨部褥瘡（DESIGN-R＝d2e3s8i1g1n0p0＝13点）NSTと褥
瘡対策チームがラウンド・カンファレンスによる介入で褥瘡改善に取り組んだ。【実施及び
結果】患者は覚醒状態によって摂食量が不安定で、平均で全粥きざみ食を1 ～ 3割程度と
十分な摂取が困難であった。入院翌日から補液を行い、NSTでは患者の嗜好にあった栄養
補助食品や褥瘡治癒に必要な栄養が多く含まれた補助食品を提案し摂取状況を把握、共有
した。食事摂取量が増え3 ～ 6割程度経口摂取できるようになった時点で補液は中止とし、
更なる経口栄養摂取の改善に努めた。褥瘡対策チームが処置の洗浄、外用薬調整、除圧のた
めのポジショニング調整を行った。褥瘡は上皮化が進み（DESIGN-R＝d2e1s8i1g1n0p0
＝11点）改善が認められた。【考察】原疾患に加え褥瘡のある患者は栄養状態の改善が重要
である。今回、早期にNSTと褥瘡対策チームが協働し、少量でもカロリーの高い食品や褥
瘡治療に必要な栄養素を多く含む食品の選択・提供を行い栄養状態の改善に努め適切な処
置を行った。栄養摂取量、検査データ、褥瘡観察など客観的データに基づき多角的に栄養
状態をアセスメントし改善に取り組んだことが、褥瘡の治癒促進に効果的であったと考え
られた。【結論】褥瘡治癒には栄養状態の改善が必須であり、早期にNSTや褥瘡対策チーム
が多職種で連携し協働介入したことが有効であった。

P2-132-1
地域急性期病院における「避けられない褥瘡」の実態調査
藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）1,2、古賀∙一史（こが∙かずふみ）1、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）1、日吉∙尚（ひよし∙なお）1、
西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）1

1NHO 長崎医療センター形成外科、2NHO 長崎医療センター臨床研究センター機能形態研究部

【目的】ほとんどの褥瘡は適切な評価,予防介入,治療によって治癒可能であるが,一部には
「避けられない褥瘡」があることが認識されている.本研究では末期患者に生じる避けられな
い褥瘡の実態を明らかにするために,これらの褥瘡の発生状況と血液検査結果を分析した. 

【方法】2018年から2023年までに当医療センターでは904人の入院患者が褥瘡を発症し
た.これらの患者のうち,710 人が原疾患の治療を終え（生存群）退院した.残りの194人は
入院中に褥瘡を発症し原疾患の増悪で死亡していたが,そのうち111人は褥瘡発症後8日
以上で死亡し（end of life group）、83人は褥瘡発症後7日以内に死亡していた（actively 
dying group）. survival, end of life, and actively dying groupの3群の褥瘡発生時の年
齢,体重,身長,血液データを分析した.【結果】actively dying groupにある褥瘡患者の約半
数は癌を患っていた. 総タンパク質、アルブミン、BUN は生存群より死亡群の方が有意に
低かった. AST、ALT、WBC、CRPは生存しているグループよりもactively dying group
の方が有意に高かった.【結論】褥瘡が避けられないかどうかを判断することは困難であるが
臨床症状と血液検査データがその決定に役立つと考える.
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P2-132-8
非常食の保管方法・提供方法
板谷∙怜美（いただに∙れいみ）、野田∙美奈子（のだ∙みなこ）、堅田∙咲紀（かただ∙さき）、大月∙智加（おおつき∙ちか）、
森廣∙真菜（もりひろ∙まな）、藤原∙朝子（ふじはら∙あさこ）

NHO 福山医療センター栄養管理室

【背景】
内閣府防災ガイドライン等で最低3日分は非常食の常備を勧めており、非常時に備え当院で
も非常食を3日分常備している。病院における非常食は形態・アレルギーなど多様な患者に
対応するため種類や量が多い。箱のサイズ、重さも多種あり保管場所の確保に難渋している。
当院では期限が近づいた非常食は廃棄せず献立に取り入れている。しかしそのまま提供で
きるものは少ないため提供方法に苦慮している。また、きざみ食等の形態に配慮した食品
は保管期限が短く頻繁に更新と献立指示をしなければならず、管理栄養士の業務を圧迫し
ている。

【目的・方法】
当院で課題となっている非常食の種類と保管方法、期限が近づいた非常食の提供方法を検
討するため令和6年1月に独立行政法人国立病院機構中四国グループの25施設を対象に非
常食管理のアンケートを行った。

【結果・結論】
25施設とも主食と副食を揃えて非常食を採用していた。保管場所は「栄養管理室内」「自施
設内」とした回答が合わせて施設が92.0％であった。回答内訳を見ると栄養管理室内に加
え備蓄倉庫の活用、中央倉庫や機械室の空きスペース、病院官舎内を利用していた。非常
食を献立に利用する施設は96.0％だった。そのうち提供方法は「別料理に加工」44.0％、「そ
のまま提供・加熱のみ」36.0％、「その他」20.0％の順に回答が多かった。全施設のうち、
加工レシピが「あり」と回答した施設は16.0％であった。
限られたスペースで非常食を管理していくためには、使用する食材を採用する際に加工レ
シピを作成の上、非常食の使用計画を立案し、計画的に運用する必要性がある。

P2-132-7
東海北陸国立病院管理栄養士協議会、会員のためのよい良い広報誌の作成
に向けて
三村∙直希（みむら∙なおき）

国立駿河療養所栄養班

【背景・目的】
第77回総合医学会にて、広報誌のHP閲覧状況について調査し報告した。今回、会員のた
めのより良い広報誌の作成に向けてアンケートを実施したため、その結果と今後について
報告する。

【方法】
東海北陸グループ20施設の会員（産休・育休会員、広報委員除く）にアンケートを実施。ア
ンケート内容は、閲覧状況（メール配信、HP）、配信方法、見やすさ、投稿フォーム、発行回数、
掲載ページ数、注目している企画・好きな企画、新規に取り上げて欲しい企画とした。

【結果】
アンケート回収率は100％であった。閲覧状況は、メール配信では約8割、HP上では約2
割が「毎回見る」との回答であり、配信方法は、2割ほどが「会員全員へメール配信してほしい」
であった。見やすさは9割以上が「見やすい」であり、投稿フォームについては6割ほどが「入
力しやすい」であったが、4割ほどは「まだ使った事が無い」であった。発行回数、掲載ペー
ジ数は約8割が「ちょうど良い」であった。注目している企画・好きな企画の上位3つは「地
区だより」、「みんなの広場」、「新採用職員紹介」、新規に取り上げて欲しい企画については、

「研究発表の抄録やスライド」、「施設紹介」が上位であった。
【結語】
結果を踏まえ、各施設代表者へのメール配信から会員全員へのメール配信へと変更を行っ
た。取り上げて欲しい企画の「研究発表の抄録やスライド」、「施設紹介」については広報誌
内では掲載ページ数が多くなるため、HPのグループ専用ページでの掲載を検討している。
今後も定期的にニーズを調査し、会員のためになる広報誌の作成に努めたい。

P2-132-6
在宅から入院になった患者の黒色期褥瘡の改善経過
渡∙靖代（わたり∙やすよ）、大迫∙祐作（おおさこ∙ゆうさく）、梅本∙啓史（うめもと∙ひろふみ）、蓑部∙町子（みのべ∙まちこ）、
吉田∙有希（よしだ∙ゆうき）

NHO 指宿医療センター 2病棟

【はじめに】当院の高齢な入院患者には、在宅で寝たきり状態となり褥瘡を有している患者
も多い。今回、在宅で寝たきり状態となった患者の低栄養、脱水、仙骨部黒色期褥瘡に対
して早期に多職種で介入した結果、褥瘡が改善したため報告する。【症例】患者は90歳代女
性、介護保険の主治医意見書作成のため、夫に聞き取り調査をした際に、自宅で寝たきり
状態であることが発覚し、入院となる。発熱、脱水症状があり、仙骨部に黒色期の褥瘡6
×4cmがあったため、入院時よりNSTチームと褥瘡チームが介入した。また、発熱がある
ためSTが介入し、とろみ剤の使用、摂取時のポジショニング設定を行い、誤嚥性肺炎の発
症はなかった。褥瘡は、仙骨部に黒色期壊死を呈していたため、ブロメライン軟膏による
科学的デブリと外科的デブリを実施した。毎日処置を行い、看護師が創の中に凹凸を発見
したため、WOCNsに相談し、皮下組織から真皮へ毛穴形成をしている良好な状態だと判
断した。そのため、毎日メンテナンスデブリを行った結果、創の縮小と赤色肉芽の盛り上
がりを確認できた。また、入院時からリハビリを開始したことにより、ADLが拡大し端坐
位で過ごす時間が増え、仙骨部の上部にあった褥瘡の除圧に繋がった。以上の介入により、
Design－R2020　32点→12点、CONUTスコア8→2点と改善した。【考察】今回、早
期から多職種が連携し関わったことが栄養状態、褥瘡の著明な改善に繋がった。また、多
面的なアプローチを病棟看護師が理解し継続して行えた結果であると考える。

P2-132-5
褥瘡予防マニュアル遵守に向けた業務改善 ～患者に合った褥瘡予防ケアを
するために～
渡邉∙晶子（わたなべ∙あきこ）、小澤∙真央（おざわ∙まお）

NHO 西新潟中央病院脳神経内科

【背景】褥瘡は、看護ケアにより予防でき正しいケアや評価が重要となる。A病棟は、ADL
に介助を要する臥床患者が多く、関節拘縮により局所的な循環障害が生じやすいことや低
栄養状態など褥瘡発生のハイリスク患者が多い。しかし、褥瘡予防マニュアルが遵守され
ていない状況があった。【目的】褥瘡予防マニュアル（以下、マニュアル）を遵守し、患者に
合った褥瘡予防ケアに繋げる。【方法】1.期間2023年4月1日～ 2024年3月1日。2.褥瘡
係の活動内容「いつ」「誰が」「何をする」を明確にする。3.入院患者リストを基にマニュア
ル遵守の有無を確認し、必要時個別指導を行う。4.対象者一覧を作成しリーダーを中心に、
週末にカンファレンス・評価を行う。5.毎月新規褥瘡発生数、褥瘡患者数、転帰数を把握
する。【結果】新規褥瘡発生数率は2.8％と前年より1.3％増加した。新規褥瘡発生時の状態
は、持続する発赤～表皮剥離の状態が多く42.3％が治癒した。また、新規褥瘡発生患者の
うち26.9%の患者の転帰は死亡であった。前年より0.7％増加しており、いずれも看取り
の患者であった。【考察】マニュアルを遵守したことで、観察やアセスメントの意識が高まり、
褥瘡予防や早期発見につながった。しかし、新規発生率の減少には至らなかった。これは、
長く続く循環不全や低栄養状態などで効果的な体位交換や手技の統一・確認、除圧ができ
ていなかったことが推測される。終末期患者に対して適切な褥瘡予防を行う必要があった。

【今後の課題】長く続く循環不全状態にある患者に対し、適切な褥瘡ケアが行えるように、
個別性のある看護診断やケア、評価をしていくことが課題となる。
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P2-133-4
急性期看護であるRICUでの退院支援への取り組み
芝田∙麗奈（しばた∙れいな）、丸尾∙麻由（まるお∙まゆ）、森本∙豊（もりもと∙ゆたか）、上野∙咲季（うえの∙さき）

NHO 大阪刀根山医療センター RICU

【背景】家族から在宅の情報を聴取する中で、退院支援に繋がる情報を得ることが出来る。
患者にとってRICU退室が目標ではない。患者・家族が退院後の生活に不安を抱えていれば
解決できるように退院を見据えた介入が必要である。【目的】急性期患者に対して治療だけ
でなく、退院支援の必要性を明らかにし今後入室時からの支援に繋げていく。【患者背景】A
氏30代女性　福山型筋ｼﾞｽﾄﾛﾌｨｰ、低酸素脳症で意思疎通困難、気管切開で人工呼吸器装着。
肺炎を機に12月初旬に呼吸状態悪化し入院。自宅では両親が介護。【倫理的配慮】個人情報
を匿名化し、患者が特定されないように配慮した。【実施・結果】RICUで他職種とのｶﾝﾌｧﾚﾝｽ

（以下Cf）の必要性について話し合いをした。当院の介護支援連携ﾌﾛｰﾁｬｰﾄに基づいて病状の
情報共有が必要と判断し、ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬ（ー以下CMとする）と看護師でCfを実施。家族は毎日
の入浴を希望されるが、訪問看護側は安全配慮のため清拭・洗浄で対応していた。訪問看
護側も家族の思いに寄り添いたいが、病状が安定していないため安全な入浴ケア方法が確
立できておらず現状に悩んでいた。Cfをした同日にRICUから一般病棟へ転室となり退院支
援の情報を申し送った。【考察】Cfをした事で問題点を明確にすることができ、一般病棟転
室後、継続した退院支援調整をはかることができた。RICUでは病状が不安定な中での退院
支援を見据えた関わりは難しく感じる。しかし家族とCMの退院後の思いを確認し、退院
に向けて不安除去に取り組むことが大切である。【結論】RICUでは患者の治療だけではなく、
在宅での情報やCMからの情報を基に入室直後より退院を見据えた関りが必要である。

P2-133-3
脊髄硬膜動静脈瘻患者の自宅退院に向けての関わり
齋藤∙友梨恵（さいとう∙ゆりえ）

NHO 仙台医療センター 6階東病棟

【はじめに】患者は飲食店を経営しており「歩けるようになって再び店に立ちたい」という目
標があり意欲的にリハビリに取り組んでいたが、リハビリの時間以外はベッド上で過ごし
ていることが多かった。患者の目標を達成できるよう病棟で行えるリハビリについて理学
療法士（以下PT）と協働し、効果的なリハビリが行えたことで自宅退院できたので報告する。

【結果】PTから、本人に合った下肢の運動の方法について指導を受けベッドサイドで行った。
A氏から笑顔で「いいねー。こういうやり方もあるのね」と反応があり、リハビリの時間以
外でも継続的に実施できた。また、リハビリが進むにつれ自宅退院の希望が出てきたため
退院調整看護師と連携し本人・家族と面談を行った結果、自宅退院し通所リハビリテーショ
ンを行う方向となった。自宅退院に向けて移動手段を車いすから歩行器へと移行し、リハ
ビリ内容を検討、リハビリ時間以外にも積極的に歩行を促す、できていることを伝えて励
ますなどチームで情報共有し実施した。【考察】患者の意思の変化を捉え、多職種と共に目
標を再設定してリハビリを一緒に行い、できていることを励ますことで、意欲を維持する
ことができたと考える。目標を達成するために、現実的な目標を患者と一緒に考え実施で
きたことは、A氏の自己効力感を高めることに繋がったといえる。【結論】肯定的な評価を
伝えていくこと、一緒に目標に向かって援助していくことが患者の意欲　維持につながる。
また、患者の入院前の生活背景を踏まえ、どこまで改善出来たらゴールなのかなどを患者
と話し合い、退院に向けて医師、退院調整看護師、PTなど多職種と連携し退院支援を行っ
ていく必要がある。

P2-133-2
COVID-19流行期の在宅酸素療法に対する病棟看護師の退院指導の実態
田中∙朝海（たなか∙あさみ）、今福∙笑理（いまふく∙えみり）、渡辺∙功（わたなべ∙いさお）、青山∙香織（あおやま∙かおり）、
川下∙洋美（かわした∙ひろみ）

NHO 嬉野医療センター呼吸器内科・総合診療内科

【背景・目的】在宅酸素療法（以下HOT）は慢性呼吸不全患者の増加と在宅医療推進に伴い患
者への退院指導の重要性は高まっている。COVID-19（コロナ）の流行に伴いA病院では
HOTの退院指導患者が減少した。そのためコロナ流行期におけるHOTの退院指導の実態
と関連要因について明らかにする。【方法】B病棟看護師24名を対象に未記名式質問紙調査
を実施した。梅津らの尺度でコロナ流行期のHOT退院指導の機会、負担感、家族や多職種
との関わりの程度を分析した。【結果】HOT退院指導の機会は「少しあった」29.2％「あまり
なかった」「全くなかった」70.8％。負担感は「非常に感じた」12.5％「あまり感じなかった」

「全く感じなかった」54.2％であった。家族や多職種との関わりは「少しできた」39.1％「あ
まりできなかった」「全くできなかった」60.8％であった。指導内容の平均点が最も低いの
は「食生活と栄養」であった。【考察】退院指導の機会は7割以上が「あまりなかった」「なかっ
た」と回答した。これはコロナ流行で一般患者が減少し指導する機会も減ったと考える。家
族、多職種との関わりは6割が「できなかった」と回答し指導の負担感は同程度感じていな
かった。この背景には家族との関わりを従来より重要視していなかったこと、指導機会の
減少で負担に感じなかったと考える。栄養面の指導が最も低いのは、栄養士に頼っている
事や指導パンフレットに含まれていない事が要因と考える。【結語】コロナ流行期は一般患
者の減少もあり指導の機会は減少していた。家族や多職種と関わりや指導に負担感を感じ
た割合はコロナ流行前後と変化はなかった。今後の課題は多職種との連携した退院指導の
構築である。

P2-133-1
在宅酸素療法導入患者の退院支援　～患者・家族の不安を取り除くための
関わり～
藤本∙祐果（ふじもと∙ゆうか）

NHO 南京都病院看護部

【はじめに】A氏、家族は、今回の入院で在宅酸素療法（以下HOTとする）導入となり、機器
の使用方法などに不安があった。今回HOT導入患者の退院支援として、患者と家族の不安
を取り除くための関わりを学ぶことができたため報告する。【事例紹介】A氏。気管支拡張
症、心不全の80代女性。今回の入院でHOT導入となった。夫、娘夫婦、孫と同居している。
訪問看護を週2回利用している。A氏と家族へHOT指導を実施したが、機器の使用方法な
どに不安を抱えていた。【看護の実際】家族が退院前のA氏の日常生活動作を把握できるよ
う、面会日を調整した。また、臨床工学技士より機器の説明後、A氏には看護師の指導のも
と酸素濃縮器を使用できるようベッドサイドに設置した。退院5日前に、A氏、夫、娘、訪
問看護師、ケアマネジャー、地域医療連携室看護師、病棟看護師で退院前カンファレンス
を実施し情報共有を行った。結果、A氏と家族は、退院後の生活をイメージすることができ

「安心できた。」と話した。【考察】家族に入院中のA氏の生活を把握してもらったり、入院中
から酸素濃縮器を使用するなど、A氏、家族に退院後の生活がイメージをできるように働き
かけた。また、退院前カンファレンスにより、患者や家族の現状、課題を多職種で情報共
有したことは、退院後の生活が大きく変化するA氏の退院支援において重要であり、これ
らの関りはA氏と家族の不安を取り除くことにつながった。【結論】在宅酸素療法導入患者
の退院支援として、患者・家族の不安を取り除くための関わりは、入院中から退院後の生
活をイメージできるように支援する。また、多職種との情報共有が重要となる。
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P2-133-8
高齢者医療施設の看護師が考える退院支援のアウトカム指標の検討 ―アン
ケート調査を通して―
若山∙利予（わかやま∙りよ）1、
山本∙明子（やまもと∙あきこ）2、伊藤∙晋作（いとう∙しんさく）1、斎藤∙幸代（さいとう∙さちよ）1、荒木∙三千枝（あらき∙みちえ）1、
木ノ下∙智康（きのした∙ともやす）3、若山∙聡夢（わかやま∙さとむ）1,4、野々川∙陽子（ののかわ∙ようこ）5

1国立長寿医療研究センター看護部、2NHO 長良医療センター看護部、 
3国立長寿医療研究センター先端医療開発推進センター臨床研究支援部、 
4国立長寿医療研究センターリハビリテーション科部、5NHO 金沢医療センター附属看護学校副学校長

＜目的＞高齢者は入院によりADLの低下をきたし、すぐに入院前の生活に戻ることが難し
い。入院期間の短縮化がすすむ中、現在、高齢者の退院支援のアウトカムが明確にされて
いないことから本研究の目的を高齢者医療施設の看護師が考える「高齢者の退院支援のアウ
トカム指標」を検討するとした。
＜方法＞先行文献のレビューなどから取り出した「うまく行うことができた退院支援と評価
するための指標」14項目と年齢など基本属性の質問紙を使用し、郵送法による質問紙調査
を行った。研究期間は2024年1月13日～ 1月末日、研究対象は国内の高齢者医療構築の
役割を持つ病院の急性期病棟勤務の看護師とした。
＜倫理的配慮＞自施設の倫理・利益相反委員会の承認（No.1766）を受け実施した。
＜結果＞回答を得た252名のうち欠測値の無い急性期病棟の203名を分析対象とした。「4：
そう思う」または「5：とてもそう思う」の回答が中央値である項目は12項目で、回答者が
その中から優先する3項目として選択したのは「退院後の生活を見据えて、患者・家族が必
要なケアを自立して実施することができる」、「患者が希望する療養場所（自宅以外）へ退院
することができる」、「患者と家族が自立を維持するための日常生活習慣を退院までに習得
することができる」であった。また、優先的に選択する理由は「患者・家族の意向に沿った
退院支援を受けることができる」が多かった。
＜考察＞高齢者医療施設の看護師が考える「高齢者の退院支援のアウトカム指標」は患者・
家族が退院後の生活を見据え、ケア・日常生活習慣を習得し患者・家族が意向する療養場
所へ退院することが重要であると考えられる。

P2-133-7
退院支援に対する看護師への意識調査
藤井∙雄太郎（ふじい∙ゆうたろう）1、保坂∙奈津子（ほさか∙なつこ）1、横山∙莉菜（よこやま∙りな）1、大槻∙隆也（おおつき∙たかや）1、
小林∙道雄（こばやし∙みちお）2

1NHO あきた病院東4病棟、2NHO あきた病院臨床研究部

【研究目的】退院支援に対する意識調査を行い、現状を把握することで、退院支援の質の向
上に向けて課題の検討ができる。【研究方法】1.研究期間：2023年4 ～ 10月 2.研究対象・
方法: 神経難病病棟看護師32名アンケート調査 3.データ収集・分析方法：アンケート集計
後、マンホイットニーのU検定で分析した。【倫理的配慮】自由意思の参加であることを説
明し、個人が特定されないよう配慮した。院内倫理審査委員会の承認を得た。【結果・考察】
32名のうち31名から協力を得た。有効回答率は100％であった。退院支援の経験の有無
について、看護師の45.2％が退院支援を経験し、約半数が退院支援を経験していないが、
84％が研修参加の意欲があった。退院支援に対して〈社会資源〉〈経済的な相談〉〈退院先〉
に困難感を抱いていた。MSWやケアマネジャーと連携し解決する必要があると考える。〈退
院後に患者の状態が気になる〉と77％の看護師が回答し、生活を見据えた支援に不安があっ
た。退院後の生活状況について、外来受診時に確認した情報を共有することでモチベーショ
ンの向上につながると考える。〈退院時の必要物品の準備〉は退院支援等の経験の有無と有
意差があった。手引書を共有、継続して活用することで一貫性と統一性がある退院支援を
行っていく必要がある。〈入退院支援・退院調整運用マニュアル〉の周知率は病棟で6.5％と
低く、取り組みが必要である。【結論】1. 社会資源、経済的な相談、退院先に対して困難感
を抱き、MSWやケアマネジャーと連携する必要がある。2.退院支援の必要性を感じ、学習
や研修参加の意欲は高かった。3.入退院支援・退院調整運用マニュアルの十分な周知・活
用が必要である。

P2-133-6
退院支援プレカンファレンス導入後の病棟看護師の退院支援に対する意識
変化
堀井∙真琴（ほりい∙まこと）、薄葉∙美果子（うすば∙みかこ）

NHO 栃木医療センター消化器外科

【はじめに】A病棟は主に消化器外科、消化器内科、耳鼻科の混合病棟である。平均在院日
数は13.5日、平均患者年齢70.1歳である。A病棟では週1回、医師やソーシャルワーカー
等の多職種で退院支援カンファレンスを行い患者の状態や治療方針、退院支援の進捗状況
の情報共有を行っている。しかし、退院カンファレンスで話し合われた内容が病棟看護師
間で共有されず患者・家族の思いや進捗状況を継続して確認できていなかった。そこで多
職種での退院支援カンファレンス前に病棟看護師で退院支援についてカンファレンス（以下
プレカンファレンスとする）を実施し、看護目標や看護計画、実践内容、患者・家族の思い
に変化がないか確認した。プレカンファレンス導入後に退院支援に対して意識調査を行っ
た結果を報告する。【目的】プレカンファレンスを通した病棟看護師の退院支援に対する意
識変化を明らかにする。【取り組み内容】プレカンファレンスを実施し、導入後に病棟看護
師30名を対象に退院支援に対しての意識変化について聞き取り調査を行った。【結果】退院
支援における病棟看護師の役割を実感した、患者・家族と入院前の生活や退院後の生活に
ついて具体的に話すようになったという意見が聞かれた。【考察】プレカンファレンスの実
施は、退院後の生活を具体的にイメージする機会が増え退院支援に対しての意識が高まっ
たと考えられる。また、多職種での退院支援カンファレンスで患者・家族の思いを代弁し
たことが、患者・家族の身近な存在である病棟看護師としての役割を実感し、個別性を考
えた退院支援を考えることにつながったと考える。

P2-133-5
退院支援における病棟看護師の意識調査
畑澤∙美智子（はたざわ∙みちこ）、高井∙みゆき（たかい∙みゆき）

NHO 函館病院看護部

【はじめに】A病棟は、多職種から情報提供を受け退院に向けたケアを行っている事が多い
と感じ看護師主体の退院支援を行う為の糸口を知りたいと考えた。【研究目的】退院支援に
関するアンケート調査から病棟の課題を明確にする。【方法】研究期間は、R〇年7月～ 10
月でA病棟看護師17名を対象とした。【結果】病棟看護師が困難だと感じているのは、福祉
サービスの説明で64.7％であった。理由は「福祉サービスの詳しい事を十分理解していな
い」であった。また、退院支援を行うにあたり必要な情報を聞く事ができているかの問いで
は、本人・家族の希望について52.9％の看護師ができていると回答。できていないとした
看護師は「患者の希望より家族の希望が優先されている事が多い」「患者の面倒や経済的な
理由で自宅退院を望んでも結果的には難しい」などの理由であった。【考察】A病棟の退院支
援の動きとして社会福祉サービスに関する説明は、MSWに一任している。病棟看護師はサー
ビスを熟知していないため患者等の説明に困難を感じている事がわかった。また、退院支
援を行う上で必要な情報を聞く事は、病棟看護師の半数ができていると回答した。一方で
できていないと感じている看護師もおり、理由として患者・家族の意見の相違がある際に
ジレンマを抱え、その後の支援を十分に踏み込み関われていない状況が示唆された。【結論】
病棟看護師が退院支援を困難と感じている社会福祉サービスに関する知識をしっかりと身
に着ける機会をつくること、入院の早い段階から患者の意向に沿った退院支援を実践して
いく事が今後の課題である。
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P2-134-3
破衣行為を行うA氏に対するストラテジーシートを活用した行動変容につ
いて―2年目の挑戦―
中内∙剛（なかうち∙たけし）、棚原∙智子（たなはら∙ともこ）

NHO 琉球病院看護部

【目的】ストラテジーシートの活用と共に、フローシートと見える化シートを作成し、関わ
りを継続することで、破衣行為がどのように変化するかを検証する。

【方法】研究対象は、A氏30代男性、重度精神発達遅滞・自閉症。問題行動動機づけ評価尺
度（MAS）の評価をストラテジーシートに反映させ、手順書としてのフローシート、見える
化シートを活用し多職種で介入し評価する。本研究は倫理審査委員会にて承認を得た。

【結果】更衣までの誘導方法が多職種に伝達されてから16日間連続でズボンの破衣がなかっ
た。また、同時期に更衣のみの要求が増え、1日で14回の更衣のみの日もあった。上着の
破衣は緩やな減少であったが、ズボンの破衣は、月に36枚から9枚へと著しい減少がみら
れた。また、声掛けで破衣を制止する場合や、暴力による意思表示の減少がみられた。

【考察】介入後、支援目標を「破らない時間が伸びる」から「ズボンが着衣できる」「声掛けで
破衣行為が止まる」などスモールステップ目標へ修正した結果、A氏のできる力に合わせた
支援と、職員が自身の介入を振り返るきっかけとなっていた。一日分の衣類を4つの箱に分
けたことで、更衣できる服の数を視覚で認識することができた。また、自分が着たい服を
選ぶことで、自身の想いを伝え叶えてもらえる安心感を得ることができ、破衣行為の減少
に繋がったと考える。

【結論】1.ストラテジーシート及びフローシートと見える化シートの活用は、A氏のできる
力に合わせた目標設定と、職員の意識・行動変容に繋がった。
2.A氏の想いや欲求に対する支援を行うことで、破衣行為の減少に繋げることができた。

P2-134-2
言語的コミュニケーションが難しい患者の感情表出を促す関わり方
昆∙早菜（こん∙さな）、小國∙梢（おぐに∙こずえ）、阿部∙いずみ（あべ∙いずみ）、松田∙順子（まつだ∙じゅんこ）、
武部∙昭恵（たけべ∙てるえ）、土肥∙守（どい∙まもる）

NHO 釜石病院重症心身障がい児者病棟

【はじめに】ダウン症児は、医療技術の向上により平均寿命が伸びているが、今回対象とし
た患者は、50代女性、ダウン症・知的障害があり、表情の変化があまり見られず、体調悪
化後に車椅子への移乗が困難で療育活動に参加できなくなっていた。しかし、体調が良い
時の療育活動への参加では、笑顔や本人の「嬉しい」「楽しい」という気持ちが表情に表れて
いた。このことから、感情を表に出すことが出来る力を患者の強みと考え、患者が長く生
きていく時間を、表情豊かに送れるよう介入していきたいと考えた。【研究目的】患者にとっ
ての楽しみを増やし、感情の表出を促す【研究方法】3月から4月：理学療法士と共に車椅子
乗車時の安全な体位を確認する。4月から7月：1）週2回車椅子への乗車を実施し、評価し
ながら移乗回数の増加を図る。2）療育活動へ参加する。3）ベッド上で過ごす時は音楽をか
ける。1）2）3）実施時の患者の表情を観察し看護記録に記載する。【倫理的配慮】本人と家
族に説明し、家族から同意を得た。【結果】べッドから車椅子に移乗すると目が大きく開い
たり、口角が上がったりする表情が見られた。その中で患者の目線が看護師に向いている
ことに気付いた。目線を合わせ穏やかな口調で繰り返し言葉をかけると口を動かすような
仕草も見られた。誕生会やクリスマス会等に参加した際にも笑顔が見られていた。【考察】
車椅子に乗車したり、療育活動に参加することでスタッフとのコミュニケーションの機会
が増え表情の変化に繋がったと考えられる。【結論】離床を促し、目線を合わせ穏やかな口
調で繰り返し言葉をかける事は、患者の快の感情を引き出すことに繋がる。

P2-134-1
耳介に褥瘡を繰り返す重症心身障がい児（者）患者の看護ケア
河野∙美咲（こうの∙みさき）

NHO 南京都病院小児科

【目的】重症心身障がい児（者）は、長期臥床、身体の変形等により、褥瘡が発生しやすい。今回、
耳介に褥瘡を繰り返す重症心身障がい児（者）患者の看護ケアを検討したので報告する。【事
例紹介】A氏。20代。体動困難で流延が多く、頸部左回旋、脊柱右凸の高度側弯により左
耳介の褥瘡を繰り返している。【看護の実際】A氏の褥瘡の再発・悪化予防について、皮膚・
排泄ケア認定看護師とチームの看護師でカンファレンスを行った。耳介の除圧方法として、
コの字クッションから8つ折りのバスタオルに変更した。耳介を挟むように上下に挿入し、
手を入れて耳介の隙間を確認した。A氏は流涎が多く、口元のハンドタオルを耳介近くま
で挿入しており、湿潤環境が発生していた。そのため、ハンドタオルの挿入は口角近くに
とどめ、頻回に交換した。結果、褥瘡の再発・悪化を予防できた。【考察】A氏は体動困難
であり、同一体位の長期圧迫で褥瘡ができやすかった。また、身体の変形と頭部の保持困
難でクッションが薄くなり、除圧が出来ずズレによる摩擦が褥瘡を繰り返す原因と考えた。
8つ折りバスタオルに変更し、高さ、大きさをA氏に合わせたことで、耳介にすきまがで
き除圧できた。また、流延により皮膚の湿潤環境が続くと、皮膚の脆弱化が起こり治癒遅
延となる。ハンドタオルを挿入しすぎず頻回に交換したことで、湿潤環境の予防ができた。

【結論】耳介に褥瘡を繰り返す重症心身障がい児（者）患者は、耳介の除圧方法として、大き
さ、高さが変更できるタオルの使用が有効である。また、流延による湿潤環境予防のために、
タオルを口角近くにとどめ頻回に交換することで、再発・悪化を予防につながる。

P2-133-9
自宅退院に向けた多職種連携と退院サポート
新城∙実玖（しんじょう∙みく）、梶川∙悟（かじかわ∙さとり）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

はじめに　高齢者のみの世帯で、入院前と退院時のADLが変化した患者が、自宅退院を希
望した。現状では困難なため、在宅調整が必要となり、ADLが低下した高齢患者に対して、
多職種連携を行い、自宅への退院支援をサポートできたので報告する。目的　患者・家族
の意向に沿って、退院時にADLの低下をきたした患者の退院支援をサポートできる事例紹
介　A氏70歳代女性。パーキンソン病で夫と2人暮らし。入院前ADLは伝い歩きが可能で
あったが、入院後に車椅子全介助となり、夜間せん妄が出現していたが、自宅への退院希
望が強かった。看護の実際と結果自宅への退院には病状的には可能であったが、介護力の
不足が問題であった。そこで長男が介護休暇を取得し、一時的ではあるがサポート体制を
整えることが可能となった。そこで自宅で必要な介護方法（車いすへ移動介助、オムツ交換、
内服管理方法など）を夫、長男に対して指導した。食事の準備は夫・長男では困難なため、
言語療法士と相談の結果、一口大にした軟菜食をヘルパーに指導した。サービスの追加に
関しては、介護支援専門員、退院支援看護師、主治医を交えてカンファレンスを行い、調
整を提案し、訪問看護、リハビリの導入を行った。自宅での動線確認のため、退院前訪問
を行い、自宅での生活が可能か確認した。考察　入院中は、高齢夫婦のみの世帯で、自宅
退院困難と考えていたが、退院困難な要件を明確にし、対策をそれぞれの専門職が具体的
に実施したことで、一時的な自宅退院ではあるが患者の希望を叶えることが出来たと考え
る。終わりに　今後も患者、家族、家族の「自宅へ帰りたい」という希望に応じて多職種で
取り組み、退院サポートを継続したい。
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P2-134-7
大腸がんを発症した重症心身障害児（者）患者 ―フェイススケール（FRS）5
段階の痛みの評価を用いた支援を通して―
中山∙二三（なかやま∙ふみ）、斉藤∙克（さいとう∙すぐる）、北川∙弓（きたがわ∙ゆみ）、金井∙正朗（かない∙まさあき）

NHO 富山病院小児科

【はじめに】202X年に大腸がんを発症したA氏。多職種カンファレンスを行い、痛みの評価
にフェイススケール（以下FRSと表記）を用い、患者・家族の希望に添える支援を検討・実
施した。今後のB病棟の緩和支援の一助となると考え、言語で痛みを伝えることが難しい重
症心身障害児（者）の緩和ケア支援を振り返る。【症例】A氏　60代。入院歴:50年。疾患名:
脳性麻痺・てんかん・過緊張・知的障害。キーパーソン:母・妹。患者・家族の希望:苦痛
の軽減。慣れ親しんだB病棟で過ごす。【経過】癌判明まで体調を崩すことは、稀であった。
202X年9月、大量下血をきっかけに上行結腸癌・多発肝転移が判明。同年10月他院にて
右半結腸切除・胃瘻造設術。帰院後、多職種カンファレンス実施。援助の一つとしてFRS
を用い時間毎に患者の表情観察を行った。術後数回イレウスを繰り返したが202X年5月頃
まで、FRSは、0から1でほぼ良好な状態を保っていた。202X年8月下旬より、FRSが2
以上となり、麻薬使用を開始した。同年9月、死亡3日前にFRSは、測定不能となった。そ
れまでFRSを使用し、疼痛管理を行い、療育参加等の援助ができた。【考察・まとめ】A氏は、
表情の変化が明瞭で、疼痛管理にFRSが有効であった。FRSを約2年間実施したことは、患
者の痛みの情報共有と適切な疼痛コントロールに繋がった。そして多職種と協力し、遠足
や誕生会参加等、患者・家族の望むケアができたと考える。重症心身障害児（者）は、通常
のペインスケールの使用は、困難なことが多く、看護師の判断に委ねられる。今後、患者個々
の疼痛を共通認識できるような取り組み（話し合いの場）が必要であると考える。

P2-134-6
長期入院中の重症心身障害者の看取りを母とともに考えた一事例
笹川∙安麗（ささかわ∙あんり）、木村∙晶子（きむら∙しょうこ）、北川∙弓（きたがわ∙ゆみ）、金井∙正朗（かない∙まさあき）

NHO 富山病院小児科

【はじめに】末期がんの宣告を受け、悲嘆する重症心身障害者の母とともに患者の希望につ
いて考え、多職種で協働することで希望を叶えることができた。最期まで母としての役割
を果たせたことが満足のいく看取りへと繋がった症例であったため報告する。【症例】43歳
女性。12歳時に意識不明で発見。人工呼吸器管理を要し、30年間入院。母は毎日面会に来
ていたがコロナ禍となり、面会できていなかった。【結果】母は「末期と聞いても私にしてあ
げられることが何もない」と悲嘆していた。面会時の様子や子どもに対する思いから、母に
支援できることがないかを考え、各職種の専門性を活かした提案を行った。子どもにして
あげられることがあることに喜び、限られた時間の望む過ごし方を話された。希望の実現
に向け、各職種に依頼、調整を行った。多職種で協働できたことで院外遠足や散歩が実施
でき、季節の風や花に触れ、今までの入院生活では経験できなかった時間を過ごされた。日々
丁寧に観察し母とともに患者が望むことを推察し、多職種間で情報共有を行った。また日々
の面会でケアに介入できるよう調整した。母から「何もしてあげられないと思っていたこの
子に満足いくまで関わることができた。ありがとう」と感謝を述べられた。【考察】母ととも
に患者が望む日常を考え、支援したことで母が子どもの望みを支えることができたと感じ
られたことと、母がケアに介入することで子どもを看ていると実感できたことが満足のい
く看取りへと繋がったと考える。また多職種で協働したことにより、母や看護師だけでは
成し得なかった希望を叶えることができ、より満足感に繋がった。

P2-134-5
演題取り下げ

P2-134-4
脳性麻痺を呈している患者に対して座椅子座位の安定性・耐久性向上を目
指して看護師と協力してADL・QOL維持を図った症例
中平∙光次朗（なかひら∙こうじろう）1,2,3、中田∙赳人（なかた∙きゅうと）2、高橋∙一平（たかはし∙いっぺい）3

1NHO 高知病院リハビリテーション科、2NHO 高知病院看護部、3NHO 高知病院小児科

Key words　脳性麻痺・多職種連携・ポジショニング【目的】今回、脳性麻痺を呈している
患者に対してポジショニングを行い座椅子座位の安定性・耐久性向上を図った。看護師と
協力し安定性・耐久性が向上したのでその経過を報告する。【症例提示】脳性麻痺、精神遅
滞を呈している60歳代男性。約50年前より当院に入院中。現在、ADLはほぼ全介助レベ
ル。寝返りは可能。発語はみられないが言語の理解は可能。【経過と考察】今回、看護師か
ら本症例が食事の際に座椅子座位にて食事を取っておりその際に姿勢が崩れやすいのでポ
ジショニングを考えてほしいと相談があった。それに対してクッションなどを用いて接着
面積を増やし姿勢が崩れないように調整した。それを写真に撮り看護師側でもポジショニ
ングが行えるようにした。その結果、姿勢が崩れることなく座位時間が延長した。本症例
は訓練時にはあぐら座位での座位訓練を行っていた。その時には介助下ではあるが崩れる
ことなく保持は出来ていた。しかし、実際の食事の場面では姿勢が崩れていた。訓練時に
はできていることが実際にはできていないことが今回の症例を通じて実感した。セラピス
トは訓練場面での患者の状態を把握しているが実際の生活場面での状態を把握できていな
いことが多い。患者の生活場面を把握するには看護師から情報を得ることが必要になって
くる。その情報を基に訓練内容に生かしたり看護師側にもポジショニングなどの情報提供
を行うことで患者のADLやQOLを維持していくことが大事と考える。
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P2-135-2
抗Xgaの1症例
松石∙祥史（まついし∙よしふみ）、浦上∙貴史（うらがみ∙たかし）、丸山∙晃二（まるやま∙こうじ）

NHO 別府医療センター臨床検査部

【はじめに】Xga式血液型はX染色体に関連した血液型であり,Xga抗原に対する抗Xgaの発生
頻度は低いとされている.今回,我々は抗Xgaの1症例を経験したので報告する.【症例】30歳
代 女性 輸血歴なし.妊婦,早産既往あり.前医より初期検査で不規則抗体陽性であり抗体同
定を実施したが,特異性がなく明確な抗体同定には至らなかった.今後の妊娠分娩管理目的
にて当院産婦人科を紹介受診となった.【産婦人科紹介時の検査所見】血液型→A型RhD陽性

（CCDee）,直接抗グロブリン試験→陰性,不規則抗体検査（カラム凝集法）→間接グロブリン
試験（LISS-IAT）強弱を認めた（酵素法は陰性）.不規則抗体検査（用手法）→間接グロブリン
試験（PEG-IAT）でも強弱を認めた（生理食塩水法は陰性,60分無添加-IATは陽性）.以上より,
不規則抗体陽性であるが,抗体同定には至らなかった.【経過】日本赤十字血液センターに精
査を依頼したところ抗Xga陽性の結果となった.【考察】当院において抗Xgaの同定が困難で
あった理由として,低力価,血球試薬のXga抗原の劣化及び力価の減弱,血球試薬の質の低下
による偽凝集等が考えられた.日本輸血・細胞治療学会の赤血球型検査ガイドラインにおい
て, 抗Xgaは輸血副作用や新生児溶血性疾患（HDFN）の原因とならないため,輸血用血液の
選択は必要ないとされている.今回,出産時にXga抗原未検査のRBC8単位4本いずれもクロ
スマッチ適合のRBC製剤を準備したが,輸血は行われなかった.抗Xgaを検出するためには,
新鮮血球試薬の使用や検査手技を工夫する必要があると考える.

P2-135-1
IVIG中の抗A抗体によりクロスマッチ不適合・溶血性貧血を呈した重症
ITPの1症例
中川∙智博（なかがわ∙ともひろ）、平岡∙希実子（ひらおか∙きみこ）、森田∙真生（もりた∙まさき）、乗船∙政幸（のりふね∙まさゆき）

NHO 岡山医療センター臨床検査科

【はじめに】静注用免疫グロブリン製剤（以下、IVIG）は様々な疾患で使用されるが、重症
ITPに対しては緊急時に投与される。IVIGには、ヒト由来の抗A抗体（以下、抗A）、抗B
抗体が含まれており、溶血性副作用の原因となる。今回、我々はIVIG中の抗Aの影響によ
りクロスマッチ不適合、溶血性貧血を呈した重症ITPを経験した。【症例】90歳代 男性、身
長157.5cm、体重53.4kg 口腔内及び両下腿点状出血、ふらつきで当院紹介【検査所見】A
型RhD陽性,不規則抗体陰性,Hgb 8.8g/dL,PLT 0×103/μL,Retic 1.1%, PAIgG陽性,LD 
195 U/L,Hp 99mg/dL,H.pylori抗体（＋）【臨床経過】IVIG 20gを3日間と血小板製剤を投
与された。さらにステロイドパルス 1000mg/3days、レボレード50mg、除菌療法を実施。
貧血に対してRBC製剤を入院から1週間に合計8単位投与された。入院5日後のA型RBC
製剤とのクロスマッチ不適合、直接クームス試験陽性、抗体解離試験（酸解離）から抗Aが
検出、O型RBC製剤を投与した。入院から約2週間後 LD上昇、Hp低下がみられ、貧血は
持続したがDEX 40mg/3daysにより血小板上昇、病状回復し退院。IVIG内の抗A抗体価

（IgG型）は16倍であった。【考察】O型RBC製剤投与により溶血性副作用が回避できる可
能性はあるが、今回の症例では不明であった。ガンマグロブリンの血中半減期は約28日程
度であり、約1 ヶ月程度はIVIGによる貧血が持続する可能性がある。重症ITPではIVIGが
投与されることによる溶血性副作用も念頭におき輸血療法に対応する必要がある。

P2-134-9
重症心身障害児（者）病棟での感染対策における実践介入～新型コロナウイ
ルス感染症患者の受け入れを通して～
綿貫∙香苗（わたぬき∙かなえ）、佐藤∙孝光（さとう∙たかみつ）、有川∙法宏（ありかわ∙のりひろ）、加治∙大輔（かじ∙だいすけ）

NHO 福岡東医療センター看護部

【背景】令和2年3月より、新型コロナウイルス感染症患者（以下、COVID-19感染症患者）
の受け入れを開始した。感染症センターを有しており、感染症センターをCOVID-19感
染症患者受け入れ病棟として、院内発生患者を含め、患者対応を行った。令和5年の7月
に重症心身障害児（者）病棟（以下、重症児（者）病棟）でCOVID-19感染症患者が発生し
た。重症心身障害児（者）は、食事介助などの生活援助において、個別に応じたケアが重要
であり、また環境変化を過敏に感じると言われてる。そのため、感染症センターへ転棟せ
ずに、重症児（者）病棟で管理を行うことにした。その実践介入を報告する。【目的】重症心
身障害児（者）の特徴を踏まえた感管対策を行い、感染拡大防止が出来る。【方法】感染管理
専従看護師が、令和5年7月に重症児（者）病棟で約1週間、感染対策における実践介入を
行った。COVID-19感染症患者の看護ケアを病棟看護師と一緒に行い、ゾーニングの視覚
化、個人防護具の着脱方法や手指衛生のタイミングなどの感染対策の指導を実施した。【結
果】COVID－19感染症患者の看護を初めて行う看護師が多く、感染対策が統一出来るよう
に、ゾーニングを写真で示し、エリア別の感染行動を具体的に示した。また、感染拡大を
防止するため、手指衛生など感染対策が出来ていない場面で即時の指導を行った。その結果、
スタッフや患者に感染拡大をすることなく対応できた。その後、令和6年2月に同一病棟で
患者22名、看護師7名がCOVID-19に罹患するクラスターが起こった。しかし、大きな混
乱はなく自部署で対応を行うことが出来た。

P2-134-8
中途障害の患児を持つ母親の受容段階の援助～フィンクの危機モデルを用
いた一考察～
湯川∙世奈（ゆかわ∙せな）1

1NHO 南京都病院小児科、2NHO 南京都病院小児科

【はじめに】人は、衝撃的な出来事に直面した際に危機的状況に陥る。今回、中途障害となっ
た患児の母親に対し、在宅療養を目的とした吸引指導を実施した。母親の受容段階の援助
を「フィンクの危機モデル」を用いて考察したため報告する。【事例紹介】A氏。幼児期男児。
COVID-19発症後、急性壊死性脳症と診断され脳死状態となった。在宅療養へ向けての指
導目的でB病院へ転院した。A氏の母親は「現実じゃなかったらいいのに。」と発言し、障害
に対する受容が不十分で自責の念が強い状態であった。【看護の実際】母親は吸引手技だけ
でなく、人工呼吸器や気管切開に対する不安が大きかった。そのため、まず吸引シミュレー
タで気管の構造を説明した。そして、母親のペースで吸引を実施し、吸引の感覚を体験で
きるよう取り組んだ。しかし、気管カニューレ内吸引時の吸引カテーテル挿入の長さにつ
いて不安があった。そこで、ベッドサイドに適切な挿入の長さを明記し、母親が確認しな
がら安心して吸引できるようにした。また、看護師の見守りや、できていることへの声掛
けを行った。【考察】転院時の母親は「防御的退行の段階」であった。そこで、不安の内容を
明らかにし、吸引シミュレータを用いて母親の習得状況に応じた段階的な吸引の実施を行っ
た。また、吸引カテーテル挿入の長さの明記など安全な環境を確保し、繰り返し成功体験
ができるよう援助した。これらのことで母親の不安が軽減でき、「承認の段階」に進むこと
につながったと考える。【結論】「防御的退行の段階」にある母親の不安内容を明らかにし、
段階的かつ繰り返し成功体験ができるよう援助することで、受容段階に進むことができる。
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P2-135-6
汎用自動分析装置によるサーファクタントプロテインD測定試薬の基礎的
検討
藤田∙真由（ふじた∙まゆ）1、水谷∙美香（みずたに∙みか）1、岡本∙章（おかもと∙あきら）2、初山∙弘幸（はつやま∙ひろゆき）1、
清水∙重喜（しみず∙しげき）1、新井∙徹（あらい∙とおる）3

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床検査科、2NHO 大阪南医療センター臨床検査科、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター

【はじめに】肺サーファクタントプロテインD（以下SP-D）は間質性肺炎の血清マーカーで、
診断や病勢把握、予後予測因子として有用である。従来SP-Dは、マイクロプレート法（ELISA
法）や専用機器・試薬を用いた方法（CLEIA法）で測定され、外部委託が主流であり、急性
発症時、早期に上昇するSP-Dの結果が遅いことが問題であった。この度、積水メディカル
より汎用自動分析装置で測定可能な「ナノピアSP－D」（ラテックス免疫比濁法）が発売さ
れ、迅速報告が可能となったため、その基礎的検討を行ったので報告する。【試薬および機
器】検討試薬：「ナノピアSP－D」（積水メディカル）、機器:TBA -c16000（キャノンメディ
カルシステムズ）、対照試薬:「CL SP-D「ヤマサ」NX」（ヤマサ醤油）、対照機器:CL-JACK 
NX（ミナリスメディカル）【方法】併行精度、室内再現精度、検出限界（LOD）、定量限界

（LOQ）、ブランク上限（LOB）、希釈直線性、共存物質の影響（遊離型ビリルビン（BIL・F）、
抱合型ビリルビン（BIL・C）、ヘモグロビン（Hb）、乳び、リウマトイド因子（RF））対照試薬

（CLEIA法）との相関性試験。【結果】併行精度:CV 0.82 ～ 1.94％。室内再現精度:SD1.98
～ 12.61、CV1.68 ～ 3.09％。LOD:10.1ng/mL（2.6SD法）、LOQ:9.9ng/mL（CV20%点）、
LOB:2.6ng/mL。希釈直線性:980.1ng/mLまで確認。共存物質の影響:BIL・F：20.0mg/
dL、BIL・C:20.0mg/dL、Hb:500mg/dL、乳び:2000FTU、RF:500IU/mLまで影響は認
められなかった。対照試薬との相関:y=0.94x+22.11、r=0.978、n=530であった。【考察】
今回の検討では試薬の基本的性能は良好であった。「ナノピアSP－D」は汎用自動分析装置
で測定できるため、迅速報告に有用である。

P2-135-5
尿路感染症の診断における膿尿からの好中球分画の採取方法の検討
樫尾∙匡人（かしお∙まさと）1、津谷∙寛（つたに∙ひろし）2、小原∙伸之（こはら∙のぶゆき）1、桐場∙千代（きりば∙ちよ）2、
大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）2、伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）2、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）2

1NHO あわら病院研究検査科、2NHO あわら病院内科

【目的】尿路感染症患者の尿中の白血球の多くは生存していると報告され,その詳細な観察は
上部尿路感染症や慢性尿路感染症の診断に資すると考えられる。われわれは尿中白血球の
細胞形質の検索のために尿検体中から白血球を分離する方法を検討したので報告する。

【方法】対象は膿尿を呈し、臨床的に尿路感染症が疑われた患者である。導尿ないしは蓄尿
バッグ内の尿を採集し、5分間500gの遠心の後、沈査をリン酸緩衝生理食塩水（PBS）に浮
遊させた。（1）キレート剤・界面活性剤混合溶液を加えて20秒間37℃孵置し赤血球および
血漿成分を溶解させる処理、あるいは（2）B型シリカゲルないしは（3）活性炭を加えて10
秒間高速攪拌してデブリスを吸着除去させる処理を行い、細胞浮遊液を作成した。これら
の細胞浮遊液を好中球分離に用いられる比重1.119血球分離溶液に重層して 30分間700g
で遠心し、境界面の細胞層を白血球分画とした。なお、予備的検討において血液中の好中
球と異なり尿中の好中球では比重1.077液上の境界面で分画されることもあったため、比
重1.119液のみを用いて遠心することとした。採取された白血球分画をCD11bあるいは
CD64で標識しフローサイトメトリーを用いて好中球分画の同定を行い、その割合を求め
た。

【結果・考察】好中球分画の純度は（2）B型シリカゲルで最も高かった。一方、（1）キレート剤・
界面活性剤混合溶液による処理では白血球の破壊により回収率が低かった。また、蓄尿バッ
グからの採取はデブリスが多く測定には新鮮尿ないしはカテーテル採取尿を選択するほう
が望ましいと考えられた。（あわら病院臨床研究審査委員会承認#2350）

P2-135-4
溶血度判定設定の検討
奥原∙惠（おくはら∙めぐみ）、野村∙ひろみ（のむら∙ひろみ）、清枝∙求美（きよえ∙もとみ）、藤野∙匡（ふじの∙たすく）、
宮岡∙秀和（みやおか∙ひでかず）、大森∙健彦（おおもり∙たけひこ）、山本∙涼子（やまもと∙りょうこ）

NHO 名古屋医療センター臨床検査科

【目的】
血清の溶血は測定値に影響を与える干渉物質の一つである。現在日本では、血清の溶血度
判定に明確な基準はなく、施設ごとに設定されている。日本臨床化学会は、CLSIの基準に
則した案を提示し、標準化を検討している。今回、溶血度判定について当検査室の臨床検
査技師にアンケートを取り、当検査室における設定とCLSIの基準とを比較し、溶血度判定
の設定を検討する。

【方法】
1）対象試料:溶血度の異なる血清検体7本
2）使用機器:JCA-BM6070（日本電子株式会社）
3）方法:採血管内の血清の溶血度を見て、臨床検査技師（25人）各自の判断で溶血度を判定
し、＋、2＋、3＋のコメント付加開始点を判断してもらう。この目視判定と当検査室の設定・
CLSIの基準とを比較し、一致率を検証する。対象試料について、当検査室の設定とCLSIの
基準による溶血度判定はそれぞれ、検体1:－/－、検体2:－/－、検体3:－/＋、検体4:＋
/＋、検体5:＋/2＋、検体6:＋/3＋、検体7:2＋/3＋であり、溶血度は番号が大きい検
体ほど高くなっている。

【結果】
技師の目視判定と当検査室の設定との一致率は＋:20.0%、2＋:0%、3＋:0%、CLSIの基
準との一致率は＋:76.0%、2＋:62.5%、3＋:47.8%であった。

【考察】
当検査室の溶血度判定は、＋判定の幅をCLSIに比べて広く設定しているため、目視とCLSI
の基準の一致率の方が高く、また、溶血度が高いほど判定が分かれる結果となった。

【結語】
当検査室の判定が目視、CLSIの基準と乖離しているため、設定幅の変更を検討する。さらに、
同一被検者の検体で溶血度により測定値がどの程度影響するかを検討し、再採血基準の設
定を試みたい。

P2-135-3
当院における輸血管理システム・全自動輸血検査装置導入による業務改善
について
中野∙博美（なかの∙ひろみ）1、鹿毛∙亮佑（かげ∙りょうすけ）1、関∙竜二（せき∙りゅうじ）2、
呉∙麻子（ご∙あさこ）1、石田∙賢史（いしだ∙かつし）1、高橋∙美智子（たかはし∙みちこ）1、中野∙わかな（なかの∙わかな）1、
篠崎∙翔平（しのざき∙しょうへい）1、小野∙菜津美（おの∙なつみ）1、中村∙良幸（なかむら∙よしゆき）1、阪∙旨子（ばん∙むねこ）1

1NHO 村山医療センター臨床検査科、2NHO 東京病院臨床検査科

【はじめに】当院の輸血関連業務における血液製剤管理や統計業務は、Excelを使用し管理し
ていたため非常に煩雑であった。また、検査は試験管法を実施していたため、ダブルチェッ
クや結果入力で報告までに時間を要していた。今回、輸血管理システム・全自動輸血検査
装置導入による業務改善を行ったので報告する。【対策】2022年6月にバイオ・ラッド輸
血管理システム・カード用全自動輸血検査装置IH-500を導入した。輸血検査を自動化し、
システム導入後に全要員が血液製剤の管理業務を行えるようトレーニングを行った。また、
検査装置に検体架設後は他の業務に対応することが可能となるため、検査体制の変更を行っ
た。【改善効果】輸血管理システム導入により全要員が製剤管理業務を行うことが可能となっ
たことで、緊急依頼や問い合わせに迅速な対応が可能となった。また、輸血検査業務に対
する意識改革につながった。全自動輸血検査装置導入によりダブルチェックや結果入力が
不要となり、結果報告時間が短縮された。検査体制の変更により検体検査部門のバックアッ
プ体制が充実し、業務の効率化と負担が軽減され、生理検査部門へのバックアップ体制強
化と超過勤務削減につながった。【まとめ】輸血管理システム・全自動輸血検査装置の導入
により、製剤管理業務が簡便となり精度が保証された輸血検査が可能となった。また、業
務の効率化を図ることによりバックアップ体制の充実と超過勤務削減につながった。全自
動輸血検査装置の導入には、機器メンテナンスや精度管理など時間とコストに課題が残る。
今後も更なる業務効率化やコスト削減などを検討し病院に必要とされる臨床検査科を目指
していきたいと考える。
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P2-136-1
近畿グループ内における治験・臨床研究の実施・管理の均質化、適正化の
取り組み
羽田∙かおる（はだ∙かおる）1、森下∙典子（もりした∙のりこ）1、柚本∙育世（ゆうもと∙いくよ）1、金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1、
瀬戸口∙由（せとぐち∙ゆき）2、津谷∙寛（つたに∙ひろし）3、井上∙睦実（いのうえ∙むつみ）4、上野∙智子（うえの∙ともこ）5、
石山∙薫（いしやま∙かおる）6、物部∙加容子（ものべ∙かよこ）7、齊藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）8、綱本∙郷子（つなもと∙きょうこ）9、
渕崎∙恵美子（ふちざき∙えみこ）10、吉川∙実希（よしかわ∙みき）11、北地∙祐子（きたぢ∙ゆうこ）12、大倉∙久敬（おおくら∙ひさたか）13、
森下原∙久美子（もりしたはら∙くみこ）14、寺川∙伸江（てらかわ∙のぶえ）15、八丸∙香南子（はちまる∙かなこ）16、
田中∙將晴（たなか∙まさはる）17、森∙英人（もり∙ひでひと）18、根上∙直樹（ねがみ∙なおき）19、清水∙宏太郎（しみず∙こうたろう）20、
松村∙なるみ（まつむら∙なるみ）21

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター臨床研究推進部、2NHO 敦賀医療センター薬剤部、 
3NHO あわら病院名誉院長室、4NHO 東近江総合医療センター看護部外来、 
5NHO 紫香楽病院薬剤科、6NHO 京都医療センター治験管理室、 
7NHO 宇多野病院臨床研究部治験管理室、8NHO 舞鶴医療センター薬剤部、 
9NHO 南京都病院治験管理室、10NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター治験管理研究室、 
11NHO 大阪刀根山医療センター臨床研究支援・治験管理室、12NHO 大阪南医療センター治験管理室、 
13NHO 神戸医療センター臨床研究部、14NHO 姫路医療センター臨床研究推進室、 
15NHO 兵庫あおの病院薬剤科、16NHO 兵庫中央病院薬剤部、17NHO 奈良医療センター薬剤部、 
18NHO 大和精神医療センター薬剤科、19NHO 南和歌山医療センター臨床研究部、 
20NHO 和歌山病院薬剤部、21国立循環器病研究センター臨床研究推進センター 臨床研究管理部

【はじめに】近畿グループ20施設と国立循環器病研究センターは、平成11年より治験実務
担当者会議（以下、実務者会議）を年2回程度開催し25年目となる。これまでの活動を報告
する。

【活動内容】平成11年から平成20年までを第1期、平成21年から平成30年までを第2期、
令和元年から現在までを第3期とする。
第1期：新GCP制定後は治験管理室の運用、CRC業務など活動の方向性を議論することが
多かった。その後、独立行政法人化や改正GCP等、制度が変化する毎に対応策を検討した。
また治験依頼者と定期的な意見交換を行い、多角的に議論を交わした。
第2期：グローバル監査の対応や、オーストラリアからCRCを招いて日豪の治験環境の違
いについて議論を行う機会を持った。また医師主導治験や臨床研究支援、CRCの時間外労
働や大規模災害マニュアルの整備についても議論を行った。
第3期：人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針や臨床研究法制定を受けて
支援方法を検討した。コロナ禍ではweb会議を行い、DCT（分散化臨床試験）の取り組み等
が議論された。
継続的に議論しているテーマは臨床研究支援、業務効率化、治験等のコストについてであっ
た。

【結論】実務者会議は治験・臨床研究の環境変化に応じて議論し、対策を講じる場となって
おり、近畿グループの治験・臨床研究の実施・管理の均質化、適正化に大きく貢献している。

P2-135-9
γ-GTの異常反応より診断に至ったMGUSの1例
迫田∙真明（さこだ∙まさあき）、大當∙千香（おおあたり∙ちか）、清∙美沙紀（きよ∙みさき）、隈元∙英明（くまもと∙ひであき）、
下田∙直幸（しもだ∙なおゆき）、富園∙正朋（とみぞの∙まさとも）

NHO 指宿医療センター研究検査科

【序文】
多くの検査に自動分析装置が用いられ，測定自体は比較的簡便かつ短時間で可能となって
いるが，検体に含まれる物質に起因する異常反応を自動で回避することは困難である．今回，
γ-GTの異常反応を契機とし，意義不明の単クローン性免疫グロブリン血症（monoclonal 
gammopathy of undetermined significance；MGUS）の診断に至った症例を経験した
ため報告する．

【症例】
80歳代男性，白内障術前検査として生化学，血液検査などが実施されたが，生化学検査に
てγ-GTの測定値が異常値（－14U/L）となった．反応曲線よりM蛋白などによる異常反
応の影響が考えられ，主治医へ免疫グロブリンの追加検査を提案し実施したところ，血清
IgMが異常高値（1570mg/dL）となり，精査目的にて当院血液内科へ紹介受診となった．
蛋白分画ではMピークを示し，血清を用いた免疫電気泳動（免疫固定法）にてIgM-κ型のM
蛋白が検出された．末梢血血液像および骨髄像検査では，異常所見なく，骨髄における形
質細胞の割合は10％未満であった．画像診断検査では，CT検査にて肝脾腫，有意なリン
パ節腫脹を認めなかった．以上の所見と有症状がなかったことからMGUSの診断となり，
定期的な経過観察の方針となった．

【考察】
本症例は，γ-GTの異常反応を契機としMGUSの診断へと至った．日常検査において異常
反応へ遭遇することは稀でないが，その原因が現病歴以外の疾患に起因する場合もあり，
異常反応への積極的なアプローチが功を奏した症例であったと考えられた．

【結語】
日常検査において異常反応に遭遇した場合は，その原因を追究するだけでなく，臨床側へ
の関与が必要となる場合があることを再認識した症例であった．

P2-135-8
CLEIA法を用いたタウ蛋白・リン酸化タウ蛋白及びアミロイドβ測定の有
用性について
矢島∙合歓（やじま∙ねむ）1、山口∙健太（やまぐち∙けんた）1、下枝∙弘和（しもえだ∙ひろかず）1、寺田∙達弘（てらだ∙たつひろ）2、
荒木∙保清（あらき∙やすきよ）2、小尾∙智一（おび∙ともかず）2

1NHO 静岡てんかん・神経医療センター臨床検査科、 
2NHO 静岡てんかん・神経医療センター脳神経内科

【はじめに】ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病（AD）の主要病理は脳内ｱﾐﾛｲﾄﾞβ蛋白（Aβ）とﾀｳ蛋白（tau）の凝集と
蓄積が2大要因であるが、新規抗Aβ抗体療法であるﾚｶﾈﾏﾌﾞによる治療が開始されたことに
より、AD病理を加味した診断が重要である。Aβ（1-42）及びAβ（1-40）・ﾘﾝ酸化ﾀｳ蛋白

（p-tau）は、AD背景病理の推定に有用とされている。しかし、上記項目の院内測定は普及
していないため、外部委託にて約1か月の時間を有していた。ADに対して新規治療法が開
始されており、迅速な結果報告が求められる。本研究では、院内測定を免疫発光測定装置ﾙ
ﾐﾊﾟﾙｽG1200にて行い、外注検査との機種間差を検討した。

【対象・方法】対象は2024年1月から髄液検査を行った17例。ﾙﾐﾊﾟﾙｽβ-ｱﾐﾛｲﾄ（゙CLEIA法）
と、ﾌﾟﾚｰﾄﾘｰﾀﾞｰｲﾝﾌｨﾆｯﾄF50R（EIA法）を用いて測定した。EIA法とCLEIA法の結果の関連を、
t検定を用いて単回帰分析で比較検討を行った。

【結果】EIA法（X）とCLEIA法（Y）との相関は、
tau:r＝0.98、回帰式Y＝0.82X+85.17、p＝0.40。
p-tau:r＝0.99、回帰式Y＝1.44X-21.70、p＝0.50。
Aβ（1-42）:r＝0.86、回帰式Y＝0.91X＋160、p＝0.08。
Aβ（1-40）:r＝0.94、回帰式Y＝1.35X＋2010.80、p＝4.06×10-8（＜0.05）。
Aβ42/40比:r＝0.88、回帰式Y＝0.58X+0.01、p＝8.98×10-6（＜0.05）であった。

【考察】tauとp-tauおよびAβ42は、EIA法とCLEIA法の間に強い相関係数と両法の再現性
を確認した。Aβ40は、両法に強い相関係数を示したが、再現性は確認されなかった。A
βはtauと比べて凍結融解に影響を受けやすいと報告されている。今後は検体処理方法の統
一と施設間でのｶｯﾄｵﾌ値の検定等、多数例での検討が必要である。

P2-135-7
筋ジストロフィー患者に対する病型別BNP評価
村中∙雪羽（むらなか∙ゆきは）1、柳∙大海（やなぎ∙ひろみ）1、宮本∙勢子（みやもと∙せいこ）1、北山∙雅朗（きたやま∙まさお）1、
大西∙秀行（おおにし∙ひでゆき）1、竹内∙幸康（たけうち∙ゆきやす）2

1NHO 大阪刀根山医療センター臨床検査科、2NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器外科

【はじめに】筋ジストロフィー（MD）は、筋繊維の破壊や変性・再生により進行性の筋力低
下を認める遺伝性疾患で、近年、原因遺伝子の解明により様々な病型に分類されている。
病型によって臨床症状は異なるが、病状が進行するにつれ心疾患を合併することが多い。
今回、病型別にMD患者のBNPを指標としてMDの進行との関連を調べた。【対象】2021
年5月から2024年5月にBNP値を測定した当院通院中のMD患者（デュシェンヌ型筋ジス
トロフィー（DMD）、ベッカー型、福山型、肢体型、筋強直性ジストロフィー（MyD）顔面
肩甲上腕型筋ジストロフィー（FSHD））925名（平均年齢39歳）【方法】MD患者のBNPデー
タを病型別に比較し評価した。評価内容は年齢別・非筋疾患患者との比較及びカットオフ
値に対する割合。BNPの測定はCentaurXP（SIEMENS社）を使用。【結果】年齢とBNPはす
べての病型、非筋疾患患者ともに相関をみとめた。（p＜0.005）病型別BNP値200pg/mL
以上の割合は、高い順にDMD、福山型、FSHD、MyD、肢体型、ベッカー型となった。ま
た、各病型の年齢の中央値はDMDと福山型が20代と若年であった。DMDは同じジスト
ロフィン異常であるベッカー型のBNP200pg/mL以上の割合に比べ、3.2％高かった。【考
察】DMD、ベッカー型、肢体型については年齢と共にBNP値が増加傾向にあり、疾患の進
行に伴い心筋へのダメージによる心機能障害が発生する臨床経過と一致した。また、DMD
はベッカー型と比べ高リスク心不全の割合が高く、年齢の中央値も低いため若年から心臓
の負荷が大きいことが示唆される。
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P2-136-5
災害時業務手順書の作成の取り組み～能登半島地震を経験して～
辻∙日向子（つじ∙ひなこ）、森田∙杏菜（もりた∙あずな）、岡本∙美和子（おかもと∙みわこ）、小熊∙真由子（おぐま∙まゆこ）、
小澤∙尚子（おざわ∙なおこ）、中野∙明美（なかの∙あけみ）、山口∙ひなた（やまぐち∙ひなた）、戸水∙尚希（とみず∙なおき）、
加賀谷∙尚史（かがや∙たかし）

NHO 金沢医療センター治験管理室

【背景・目的】2024年1月1日に発生した「令和6年能登半島地震」で当院の所在地である金
沢市は震度5強を観測した。当院には市内だけではなく能登方面から通院している患者も多
く、発生が元日だったこともあり能登方面に帰省している職員も多くいた。幸い治験参加
中の被験者および治験管理室スタッフに怪我等はなく、院内の設備にも大きな被害はなかっ
た。当院には院内災害対策マニュアルはあるが治験に関連した記載はなく、治験管理室の
災害時業務手順書も作成されていない。そこで今回の経験を踏まえ、大規模災害発生時に
速やかかつ効果的な行動をとれる体制が必要であると考え、治験管理室の災害時業務手順
書を作成することとした。【方法】今回の地震発生後に治験管理室として対応した事項を列
挙し、甚大な被害があった場合に必要と想定される事項をCRCで確認しリスト化した。さ
らに災害時には停電の発生等で電子カルテやPCが使用できないことも想定されるため、被
験者の連絡先や来院スケジュールを紙媒体でも保管しておくことが必須である。それらを
もとに災害時業務手順書を作成した。【結果・考察】災害時業務手順書の作成により災害時に
実施すべき事項が明確となった。今後は他院での取り組みに関しての情報収集も行いつつ、
適宜更新する必要がある。また、同意説明文書に明記されている災害用伝言ダイヤル（171）
についても被験者に活用してもらうための対策を検討したい。

P2-136-4
電磁化の現状に関する全国アンケート調査　-電磁化導入の障壁-
永田∙翔子（ながた∙しょうこ）1、安達∙尚哉（あだち∙なおや）2、平島∙学（ひらしま∙まなぶ）1、縣∙明美（あがた∙あけみ）1、
近藤∙隆久（こんどう∙たかひさ）1

1NHO 名古屋医療センター臨床研究センタ－、2NHO 金沢医療センター薬剤部

【目的】平成25年7月1日に厚生労働省から「治験関連文書における電磁的記録の活用に関
する基本的考え方について」が示されたが、実際に国内医療機関でどの程度電磁化が進んで
きたのかを示す大規模な調査は行なわれていない。そこで、国内における治験電磁化の現
状について調査を行ない、電磁化の障壁となるものを調査した。【方法】PMDAのIRB登録
情報から1244施設のIRBを抽出し、登録住所宛に郵送でアンケート依頼を行ない、Web
フォームもしくは郵送にて回答を得た。【結果】アンケート回収率は30.1%（375/1244施
設）で、電磁化導入率は2024年2月時点で25.3％（95/375施設）、NHO施設に限ると7.8%

（6/77施設）だった。電磁化未導入施設279施設において、最多の未導入理由は「現在の
運用で特に問題や不満等を感じていない」（108施設）だった。その他、未導入理由として
131施設がシステム導入・継続費用を準備できない、予算申請が困難といった費用関連の
理由を挙げていたが、費用を試算したことがない施設が92施設と多かった。規程や手順書
作成に対する不安を挙げたのは78施設だった。【考察】システム導入・維持費用は電磁化導
入の障壁であるが、実際に費用を試算し検討されていないことも多い。具体的な費用試算
方法、電磁化導入による効果の周知が電磁化の推進に繋がると考えられる。これらは現在
の運用で特に問題を感じていない施設においても、電磁化導入のきっかけとなる可能性が
ある。また、NHO施設では電磁化導入率が低いが、導入済みNHO他施設の導入までのノ
ウハウや規程や手順書を参考にするなど、NHOネットワークを生かすことで電磁化導入の
障壁が解消されることに期待したい。

P2-136-3
医薬品GCP実地調査を経験して
戸水∙尚希（とみず∙なおき）、辻∙日向子（つじ∙ひなこ）、山口∙ひなた（やまぐち∙ひなた）、岡本∙美和子（おかもと∙みわこ）、
中野∙明美（なかの∙あけみ）、小熊∙真由子（おぐま∙まゆこ）、森田∙杏菜（もりた∙あずな）、小澤∙尚子（おざわ∙なおこ）、
加賀谷∙尚史（かがや∙たかし）

NHO 金沢医療センター臨床研究部治験管理室

【背景】2023年9月当院においてPMDAによる医薬品GCP実地調査（以下、調査）を経験し
たので報告する。同年7月PMDAより、当院で実施した治験（2021年8月～ 2022年12
月）が調査対象となった旨の連絡があり、調査日程の調整および事前提出資料の作成依頼が
あった。事前提出資料は、各種手順書、IRB委員名簿、同意説明文書、施設概要、各種責任
者名、治験責任医師に対する質問（安全性情報の共有方法、被験者の選定、同意取得の手順
など）等についてであった。調査当日までに、PMDAが発行している新医薬品GCP実地調
査チェックリスト（医療機関用）等を参考に準備を行った。【結果】調査内容は、1病院の組織、
治験実施状況、2治験関連事務手続、治験審査委員会関係、3契約書等の書類の確認、4治
験薬管理関係、5症例報告書の確認、6治験薬の保管場所の確認であった。審議資料の発行
からIRB審議までの期間が長い点、治験薬調整後の温度記録の一部が保管されていない点、
採血時間と冷所保管時間の時系列の矛盾点、代諾者同意の際の注意点などについて質問が
あったが、大きな指摘事項はなかった。必須文書の保管や原資料の管理は概ね好評であっ
た一方で、IRBの資料提出締め切りが保管資料から読み取ることができれば良かったと講
評があった。【考察】当院としては約8年ぶりの調査であったが、実施期間が短い治験の調
査であり当時の治験責任医師、担当CRC、事務局が在籍していたため、特に対応に困るこ
とはなかった。当時の担当者が不在な場合や調査未経験の職員でも適切に対応できるよう、
今回調査の質問および回答、講評、チェックリストなどを参考に適切な記録の作成、資料
の保管、実施体制の整備を行っていきたい。

P2-136-2
GCP実地調査の経験から学んだ記録作成の検討
清水∙美佐（しみず∙みさ）1、仁谷∙めぐみ（にたに∙めぐみ）1、坂田∙尚子（さかた∙なおこ）1、物部∙加容子（ものべ∙かよこ）1、
池田∙麗（いけだ∙れい）1、手塚∙美妃（てづか∙みき）1、朴∙貴瑛（ぱく∙きよん）1、大江田∙知子（おおえだ∙ともこ）2

1NHO 宇多野病院臨床研究部治験管理室、2NHO 宇多野病院臨床研究部

【背景】当院では2022年に医師主導治験GCP実地調査を経験した。当時の担当者は人事異
動しており、PMDAの質問に対し当時の状況を適切に回答する事に苦慮した。この事から、
適切な記録作成と方法について検討し、企業治験GCP調査に生かしたので報告する。【目的】
担当者が変わってもGCP実施調査に耐えうる記録作成について検討する。【方法】1）医師主
導治験GCP実地調査時の質問と回答を再確認し回答時に困難であった点を整理し、問題点
を洗い出す2）上記を踏まえ、現在の逸脱報告書作成及びカルテ記載について問題がないか
確認する3）GCP実地調査に耐えうる記載について再検討し、改善すべき点を治験管理室内
で共有する4）企業治験に対するGCP実地調査では、逸脱報告書やカルテ記載が適切にでき
ているか事前に確認を行った【結果】1）医師主導治験GCP実地調査では、被験者の選定や記
録の保存、実施計画書からの逸脱についての質問が多かった。2）分析から、治験プロセス
を意識し時系列に従って根拠と共に記載する必要があった。3）これらを治験管理室内で共
有し、実践した。4）企業治験GCP実地調査では質問事項に速やかに回答できた。【考察】医
療者は常に診療内容を適切に記録する事が求められ、診療録を残す事で多職種の連携が図
られる。治験の記録も、当時の状況が明らかになるように時系列を重視し、根拠と共に記
載する事で、担当者不在時にも調査対応が可能となると考える。これは、GCP実地調査の
ためだけではなく治験の質を維持するのに有用であると考える。【結論】治験プロセスを意
識し時系列で根拠とともに記録を残す事が重要である。これらを意識し適切な記載ができ
るスタッフの育成を行いたい。
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P2-136-9
病院再編統合・施設移転に伴う治験薬移送の経験について
石戸谷∙奈緒（いしどや∙なお）1、工藤∙和哉（くどう∙かずや）2、吉田∙和美（よしだ∙かずみ）3、及川∙慎一（おいかわ∙しんいち）1、
平川∙桂輔（ひらかわ∙けいすけ）1、工藤∙早苗（くどう∙さなえ）1、石黒∙陽（いしぐろ∙よう）1

1NHO 弘前総合医療センター受託研究管理室、2NHO 弘前総合医療センター薬剤部、 
3NHO 釜石病院薬剤科

緒言
治験薬管理は医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（GCP省令）を遵守する必要があ
り、施設移転に伴う治験薬移送時も同様のことが求められる。2022年4月1日、国立病院
機構弘前病院は弘前市立病院と再編統合し、新中核病院として国立病院機構弘前総合医療
センターを開院した。その際、治験薬の移送を経験したため報告する。
方法
運送業者から提案された「治験薬の移送に関する手順書」の内容を確認、検討した。引き渡
しの際には治験薬の破損、紛失、温度逸脱が無いことを確認し、「治験薬移送後の引渡の際
におけるチェックリスト」として記録を残した。
また、運送業者とともに当日使用予定の資材（定温マルチボックス）を用いて移送シミュレー
ションを行った。移送中、ボックス内の温度測定開始時刻は、各試験の治験使用薬取扱い
手順書の規定に従い15分後に設定した。
結果
治験薬移送シミュレーションでは、測定開始時刻までにボックス内の温度が下がりきらず
温度逸脱のアラートが発生した。各治験依頼者へ移送時の温度管理規定を再確認したとこ
ろ、当院受託試験においては移送時の温度測定開始時刻は30分後まで許容されることがわ
かった。移送当日、設定時刻を変更し温度逸脱なく移送を完了した。
考察
今回の移送方法は温度逸脱なく移送可能な手段であるが、移送シミュレーションを実施し
リスクを抽出したことが温度逸脱の回避に繋がったと考えられる。
事前に移送予定の治験薬サイズを確認し、梱包手順を検討することが重要である。
今後、各試験の治験使用薬取扱い手順書には予め「移送時の温度管理規定」が掲載されるこ
とが望まれる。

P2-136-8
ウイルスベクター投与治験における2施設実施体制の構築と運用について
吉川∙実希（よしかわ∙みき）1、山崎∙美智子（やまざき∙みちこ）2、木水∙友一（きみず∙ともかず）3、藤原∙美保（ふじわら∙みほ）4、
柳原∙恵子（やなぎはら∙けいこ）3、松村∙剛（まつむら∙つよし）1,5

1NHO 大阪刀根山医療センター臨床研究部臨床研究支援・治験管理室、 
2大阪母子医療センター治験推進室、3大阪母子医療センター小児神経科、4株式会社EPLink大阪支店、 
5NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科

【背景・目的】
遺伝子導入療法·遺伝子編集療法などでは、ウイルスベクターを用いた治療薬の開発がなさ
れている。これらの薬は効果の期待が大きい一方、遺伝子組換え生物に当たるためカルタ
ヘナ法への対応、肝機能障害や血栓性微小血管症など重篤な副作用（以下、SAE）への対応
が求められる。大阪刀根山医療センター（以下、当院）は総合病院ではないため、これらへ
の対応が困難であり単独での治験実施ができない。今回ウイルスベクター治療薬の使用経
験がある大阪母子医療センター（以下、投与施設）と2施設実施体制をとることでウイルス
ベクター投与治験を実施することが出来た。2施設実施を行うための体制整備と運用につい
て報告する。

【方法】
2施設で実施するために、以下の運用や体制整備を行った。
·2施設間のWeb面談
·当院初回治験審査委員会（以下、IRB）のリモート見学
·2施設の役割分担に関する手順書作成
·メールでの情報共有

【結果】
初回IRB前に依頼者を介したWeb面談を実施し今後のスケジュールを確認した。また、そ
れぞれの役割分担、被験者情報の共有方法、SAE時の対応等について手順書を作成した。
当院の初回IRBの様子は投与施設スタッフと共有した。被験者スケジュールは投与施設と検
査·入院スケジュールについてすり合わせを行い、無事被験者投与に至った。

【考察】
ウイルスベクター投与試験において総合病院でない施設でも治験の実施ができ、2施設実施
の経験が積めたことは、今後同様の試験受託に自信をもつことができた。
希少疾病のドラッグ·ロスを防ぐことはNHOの責務であり、NHO施設間で補完できる体制
整備が出来れば望ましいと考える。

P2-136-7
国立国際医療研究センター　オリジナルEDCシステム（DaCapo）の開発
北島∙浩二（きたじま∙こうじ）、佐々木∙泰治（ささき∙やすはる）、岩本∙智子（いわもと∙ともこ）、安原∙明美（やすはら∙あけみ）、
舘尾∙真理子（たてお∙まりこ）、藤村∙恵子（ふじむら∙けいこ）、瀧∙良子（たき∙りょうこ）、遠山∙千代子（とおやま∙ちよこ）、
大井∙沙耶（おおい∙さや）、川西∙祐一（かわにし∙ゆういち）、大柳∙一（おおやなぎ∙はじめ）

国立国際医療研究センター臨床研究センター JCRAC運営部

臨床研究ではデータ収集・管理は必須である。どのような方法で何処に集めるのかが重要
である。紙で収集しエクセル等に入力でも問題ないが、症例数が多ければ管理が煩雑になり、
十分な品質や信頼性は担保できない。科学的妥当性のない研究は倫理的とは言えず、試験
計画はもちろん、データ管理がいい加減だと正しい結果は得られない。EDCシステムを使
用することで、質の高い医学研究を行うことができ、多施設収集はもちろん、データ収集
タイプ（例:テキスト、選択肢）を統一して識別しやすいデータ作成、さらにデータクリーニ
ング（外れ値や欠測値）等のチェックが簡素化でき、解析しやすいデータ構築とその保証が
可能になる。JCRAC運営部では、現在アカデミア向けのオープンソースEDC 「REDCap」
を主力EDCとして利用しているが、ライセンス規約により、外部研究者の支援では利用で
きないという問題がある。外部研究を支援し、JCRAC運営部の受託売上を更に向上させる
ためには、新たなEDCを準備する必要があったが、限られた予算では研究毎にEDCを調達
するのが難しかった。そこで、利用する研究者やデータマネージャーが新規システムに習
熟する煩雑さを軽減できる仕様とし、自主開発のため機能拡張が容易であることから従来
では不足していた機能を追加することが可能であるEDCとして「DaCapo」を開発し、内外
問わず更なる研究を支援できる体制を構築した。基本機能のみでまだまだ改良の必要があ
るが、経緯や工程、特徴などDaCapoの概要と今後構築予定の機能等についてまとめて紹
介する。

P2-136-6
当院における治験業務の業務改善報告
仲田∙浩成（なかた∙ひろなり）1、門田∙芳幸（かどた∙よしゆき）1、甲斐∙優子（かい∙ゆうこ）1、山口∙正史（やまぐち∙まさふみ）1,2、
江崎∙泰斗（えさき∙たいと）1,3

1NHO 九州がんセンター臨床研究センター治験推進室、2NHO 九州がんセンター呼吸器腫瘍科、 
3NHO 九州がんセンター消化管・腫瘍内科

【目的】
国際共同試験の割合が増加し、一課題に対する手間も増えている。限られた人員・時間で、
多くの治験課題に対応することは治験実施施設で重要である。継続して新規課題を受託で
きる体制を維持していくためにも、スタッフ教育と共に業務改革を行う必要がある。今回、
ファイルメーカー（以下FM）を用いた治験進捗管理システム、被験者管理シートを導入し
たため報告する。

【実施】
被験者のスクリーニング、登録、投与終了などの情報は試験の進捗管理のみならず、受託
研究費の請求へも影響する。これまで、電子カルテ上にExcelでリストを作成し治験推進室
スタッフで共有していたが、入力漏れや記載内容の間違い等、情報の共有ができていない
ことがあった。そこで電子カルテ端末のFMを活用した治験進捗システムを作成し、各課題
の進捗管理や入力項目の統一化を図った。また被験者管理シートを導入し、被験者毎の進
捗状況の情報伝達を明確にした。スクリーニング～治験終了までの進捗状況を1枚のシート
で管理することにより、業務系治験管理システムへの入力や治験依頼者への請求が漏れな
く行えるよう対応した。この業務は進捗管理シートを通じてCRCから依頼された治験事務
員が行っている。

【結果・考察】
被験者管理シートの作成は被験者毎に行い、情報をFMに入力している。同時に業務系治験
管理システムへの入力と企画課への研究費の請求業務が行えるようになった。FMは電子カ
ルテ端末があれば治験推進室外からでも登録状況を確認することができ、また業務報告な
どの資料作成が短時間で行える。今後も業務改善ができる部分を模索しながら、円滑に治
験業務を進めていきたい。
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P2-137-4
臨床工学技士が人工呼吸器装着児の車いす作成に参加することの有用性に
ついて
渡邉∙繁（わたなべ∙しげる）

NHO 福島病院臨床工学技士室

【はじめに】当院は、ポストNICU・PICU・GCUを含む重症心身障がい児（者）医療および
神経難病医療を提供している。臨床工学技士（以下CE）は、院内人工呼吸器管理と人工呼吸
器装着児童の特別支援学校行事そして在宅人工呼吸器管理に携わっている。今回、人工呼
吸器装着児車いす作成への関わりについて報告する。【車いす作成】車いす作成は、療育指
導員が窓口となり家族からの直接要請。リハビリ科スタッフや看護師そして保育士から家
族へ作成を提案し意思確認後、進められる。【多職種によるカンファランス】家族からの要
望は療育指導員が受理し、その意向を踏まえた上で、多職種でカンファランスを行う。CE
は人工呼吸器機種別の取付け方法や設置位置の検討、使用呼吸器回路の長さを考慮した固
定方法の提案、それ以外にも加温加湿器と同機用外部バッテリー、ウォーターバック・酸
素ボンベ・吸引機の取付け配置などを検討し提案する。完成前には、使用している人工呼
吸器同機種や予定している周辺機器や器具を製作中の車いすに実際に載せ、車いすの操作
性・取り回しや荷重バランス・安定性など確認している。【結語】人工呼吸器装着児家族は、
一緒に外出したいなどの要望はあるが、どこか妥協していたところがある。しかしCEが関
わることにより人工呼吸器装着児でも家族が思うほど負担にならず要望が叶えられている
と思われる。CEによって使用している人工呼吸器の特性を理解し家族の意向に寄り添い、
移動予定車への設置や家庭環境で負担にならないよう助言していることが一因である。CE
が人工呼吸器装着児の車いす作成に関わることで、家族や患者様自身の世界が広がると考
えられる。

P2-137-3
異常個所発見に難渋したdaVinci Xiシステムエラーの経験
富永∙圭一（とみなが∙けいいち）、高橋∙茂樹（たかはし∙しげき）、原∙慎一郎（はら∙しんいちろう）、原田∙隆志（はらだ∙たかし）

NHO 九州医療センター MEセンター

【はじめに】ロボット支援手術システムの普及により腹腔鏡手術領域の発展・進歩が期待
されている。しかしシステムが大規模であるためトラブル発生時には対応が複雑になるこ
ともあり、各施設でトラブルに対する対策を講じている。今回、異常個所発見に難渋した
daVinci Xiのシステムエラーを経験したので報告する。

【経緯と対応】泌尿器科領域手術に対しdaVinci Xiを使用予定であった。電源投入後のシス
テムチェックに異常はなかったが、電源立ち上げ約20分後にシステムエラーが発生し1番
アームが稼働不可となったためdaVinci Xiの使用を中止しdaVinci Siへ移行した。その後
メーカーによる精査を実施。ペイシェントカート内部のアームコントロール基盤不良と判
断されたため該当部品および関連部品の交換を行ったが3日連続で同様エラーが発生し、そ
の都度原因と考えられ部品を交換したが異常個所が断定できない状況が続いた。
最終的にペイシェントカート内部に滞留した熱が原因でアームコントロール基盤と通信
ケーブルの接点に異常を来し通信エラーが発生したと判明。点検にてペイシェントカート
筐体を着脱した事により滞留した熱が放熱され、エラーの再現性がなくなったことから異
常個所の断定に時間を要する結果となった。

【対策】トラブル発生時の職種別対応フローチャートを作成し関連診療科との情報共有を
図った。万全の体制で医療機器管理を行っていても突発的なトラブルの発生を防ぐことは
困難であるためトラブル発生後の対応が肝要と思われた。

P2-137-2
シリンジポンプのラウンド効果
五十嵐∙清美（いがらし∙きよみ）、舩∙直也（ふな∙なおや）

NHO 東埼玉病院診療支援部

【背景】当院ではシリンジポンプのインシデント報告は非常に少なく、滅多にあがってくる
ことはない。その為医療安全上とくに問題がないと考えられていた。ところが、実際に現
場で確認すると、インシデントは起こってはいるがスタッフにその認識がなく報告してい
ないという潜在的な問題があった。【目的】どのような状況がインシデントか、勉強会を行
うことで認識してもらい報告されていない0レベルのインシデント数を減少させ、シリンジ
ポンプの安全使用に繋げる。【方法】シリンジポンプ使用開始日に、臨床工学技士は全台に
使用中点検を実施する。インシデントがあった際は、その場でスタッフに教育、及び師長
に報告し病棟での共有を行う。数の多いインシデントは共有できるような勉強会、新人に
対し少人数での研修を実施する。【結果】2019年10月～ 2023年12月の点検件数465件
の中で、一番多かった事例は設定ロック忘れで148件だった。その他不適切な高さでの使
用、シリンジ内のエア混入、エクステンションチューブ径間違え、不適切なラベルの貼り
方等があった。勉強会は、使用頻度の高い病棟を中心に約4年間で17回開催した。【考察】
臨床工学技士のラウンド当初、2019年12件中12件と数多くあった不適切な事例が2023
年71件中14件と明らかに減少し、ラウンドと勉強会の効果はあったと考えられる。勉強
会では実際に当院であった事例を提示することにより当事者意識をもってもらうことがで
きた。またサイフォニング現象は、誤注入の速度を実際にみることで危険性を実感して貰
えた（落差とチューブ径よる注入速度の違い確認）。今後も、継続することでシリンジポン
プの安全使用に繋がると考えられる。

P2-137-1
電子カルテを利用した人工呼吸器の情報共有
舩∙直也（ふな∙なおや）、五十嵐∙清美（いがらし∙きよみ）

NHO 東埼玉病院診療支援部

【背景】当院では人工呼吸器が一度人工呼吸器を装着すると外すことが困難な進行性の疾患
が多く、常時人工呼吸器が約90台近く稼働している。また、入院される患者の中には当
院では取り扱っていない人工呼吸器を使用している方もいる。このように当院では様々な
人工呼吸器を取り扱っている。このたびは人工呼吸器の情報提供を目的に各人工呼吸器の
情報をまとめたEXCELデータを作成し、電子カルテに導入したので報告する。【方法】計8
種類の人工呼吸器の取扱説明書を参照に情報収集する。その情報をEXCELで表にして、ク
リックすると回路図やアラーム対処法、操作方法などが表示されるようにする。作成した
EXCELデータをシステム担当者に電子カルテに導入するよう依頼する。【結果】他職種者か
らは好評であった。電子カルテに導入することでいつでも誰もが人工呼吸器について知る
ことができるようになり不安を解消することができた。臨床工学技士自身も活用すること
により業務効率化が可能となった。【考察】全ての人工呼吸器の勉強会しようとすると長時
間かかり日程調整などが必要であるが、電子カルテで情報を提供することで自分の知りた
いものを短時間で知ることができ業務効率が良くなったと考える。また、臨床工学技士自
身も各人工呼吸器を調べることで知識を身につけられた。【結語】今後も人工呼吸器が更新
されるごとに情報をまとめアップデートし、さらには医療機器関連でのインシデントなど
も情報提供し医療安全活動にも努めていきたい。
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P2-138-2
診断に苦慮した胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1例
添田∙李子（そえだ∙ももこ）1、三浦∙史郎（みうら∙しろう）1、石飛∙俊介（いしとび∙しゅんすけ）1、三原∙裕美（みはら∙ゆみ）1、
伊東∙正博（いとう∙まさひろ）1、近藤∙晃（こんどう∙あきら）2、田川∙努（たがわ∙つとむ）3

1NHO 長崎医療センター病理診断科、2NHO 長崎医療センター呼吸器内科、 
3NHO 長崎医療センター呼吸器外科

【緒言】胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍はWHO分類第5版で新たに定義された疾患概念で、
重喫煙歴のある中年成人に好発する極めて予後不良な腫瘍である。組織学的には結合性の
乏しいラブドイド様の類円形異型細胞のびまん性増生像を呈し、免疫染色でSMACRA4の
発現消失を認める。【症例】50代男性。喫煙歴あり（20本×34年）。検診で縦隔リンパ節腫
大を指摘され、受診。胸部CTでは右上縦隔～気管支分岐部に腫瘤性病変を認め、吸引組織
生検施行。組織学的には血腫とともに散在性に核小体明瞭な腫大核を有する類円形異型細
胞が含まれ、一部、偏在核を呈するラブドイド形態を呈する細胞が混じて見られた。組織
学的には未分化大細胞型リンパ腫を含む悪性リンパ腫が疑われたが、免疫染色ではCD20

（－）, CD3（－）, CD4（－）, CD8（－）, CD30（very focal＋）, AE1/AE3（very focal＋）, 
EMA（focal＋）を呈した。CD34（＋）, MPO（－）であった点から急性骨髄性白血病の浸潤
も考えられたが、末梢血中に芽球の出現は無く、縦隔に限局した病変で、確定診断には至
らず、胸腔鏡下縦隔リンパ節生検が施行された。同検体では既存のリンパ節構造は不明瞭
で、吸引組織検体と同様の異型細胞が部分的な細胞接着性を呈してびまん性増生し、SALL4

（＋）、SMACRA4の発現消失を呈した事から縦隔原発の胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍で
あると診断した。【結語】診断に苦慮した胸部SMARCA4欠損未分化腫瘍の1例を経験した。
文献的考察を含め、報告する。

P2-138-1
膀胱への髄外病変を生じた多発性骨髄腫の1症例
松尾∙貴弘（まつお∙たかひろ）1、芦田∙拓未（あしだ∙たくみ）1、澤田∙吉人（さわだ∙よしと）1、丸山∙晃二（まるやま∙こうじ）1、
中園∙裕一（なかぞの∙ゆういち）2

1NHO 別府医療センター臨床検査部、2NHO 別府医療センター病理診断科

【はじめに】多発性骨髄腫は形質細胞腫の病型の1つであり，骨髄での形質細胞増殖や貧血
を主とする造血障害・易感染性・腎障害・溶骨性変化などの多彩な臨床症状を呈する疾患
である。今回，膀胱への髄外病変を生じた多発性骨髄腫の1症例を経験したので報告する。

【症例】80代男性。既往歴は多発性骨髄腫IgA-κ型，2型糖尿病。5年前に多発性骨髄腫
IgA-κ型と診断され，治療継続目的で当院に紹介。一旦寛解したが，2年前に再発し，PET-
CTにて，全身に多発する腫瘤を認め，膀胱近傍にも腫瘤がみられた。その後，頻尿や血尿
などの泌尿器症状がみられ，尿細胞診が施行された。【細胞所見】単調なパターンを示す小
型の細胞が孤立散在性に多数みられた。N/C比は極めて高く，核クロマチンの増加や核形
不整，明瞭な核小体を伴う形質細胞様の腫瘍細胞を認めた。免疫染色にてCD 138が陽性，
CKAE1AE3は陰性を示した。以上より多発性骨髄腫の転移に矛盾しないと考えた。【考察】
本症例では，膀胱や胃，皮膚などにも病変がみられ，血行性に転移したと考えられる。ま
た今回，複数種の免疫染色が実施できたことが診断の一助となったことから，再度できる
だけ多くの検体提出を依頼し, セルブロックを作製することも有用であると考える。【結語】
今回，膀胱への髄外病変を生じた多発性骨髄腫の1症例を経験した。多発性骨髄腫の既往を
持つ患者が血尿や頻尿などの症状を呈し，尿細胞診が施行された場合は形質細胞腫の可能
性を念頭に置き，診断する必要がある。鑑別として形質細胞様型尿路上皮癌や尿細管上皮
細胞などが挙げられるが，形態的に類似しているため免疫染色や臨床所見を加味して，総
合的に判断することが重要である。

P2-137-6
ECMO回路を利用したCRRT施行時の安全性の検討
南∙志穂（みなみ∙しほ）、二階堂∙俊輔（にかいどう∙しゅんすけ）、松田∙龍之介（まつだ∙りゅうのすけ）、郷古∙昌春（ごうこ∙まさはる）、
佐藤∙榛名（さとう∙はるな）、千葉∙裕之（ちば∙ひろゆき）、亀沢∙志帆（かめざわ∙しほ）、氏家∙亜純（うじいえ∙あすみ）、
滑川∙隆（なめかわ∙たかし）、松田∙恵介（まつだ∙けいすけ）、畠山∙伸（はたけやま∙しん）

NHO 仙台医療センター診療技術部臨床工学室

【背景】体外式膜型人工肺（ECMO）装着患者はしばしば急性腎障害（AKI）を発症し、持
続的腎代替療法（CRRT）を必要とする。今回、ECMO施行中AKIを合併した患者に対し
てECMO回路にCRRT回路を接続（人工肺後脱血・遠心ポンプ前返血）し施行した。【目
的】ECMO回路に人工心肺用貯血槽に付属のサンプリングキットを接続し、サンプリング
キットの三連三方活栓を用いてCRRTを施行した際の安全性について検討したので報告す
る。【方法】ECMOの自動記録データとCRRT装置の動作履歴データを用いて、CRRT開始
から終了時までの圧変化とECMOの流量・圧変化を振り返った 。【結果】CRRT施行中の
ECMO流量は平均5L/minであった。CRRTの血液流量は100ml/minであり、脱血圧は0
～ 5mmHg程度の陽圧で安定した。静脈圧は70mmHg程度で過度な陰圧とはならなかっ
た。気管支内視鏡施行時にCRRT装置の脱血不良アラームが鳴動することがあったが、全体
を通してCRRTの回路内圧は安定していた。【考察】サンプリングキットは三連三方活栓と
内径2mm長さ2mの延長ラインで構成されており、ECMOの流量が平均5L/minであった
中でも適度な流量抵抗によりCRRT側の回路内圧が緩和され、CRRTの脱血圧・静脈圧が安
定したと考えられる。今回の方法はバスキュラーアクセスを必要としないため感染や出血
のリスクを低減できる他に、三方活栓に接続するため回路交換は簡便であった。ただし遠
心ポンプの前にCRRT回路を接続することは、操作ミスによる空気混入のリスクがあり注意
が必要である。【結論】ECMO回路に人工心肺用貯血槽に付属のサンプリングキットを用い
てCRRT回路を接続することで合併症のリスクを低減し、安全に施行することできた 。

P2-137-5
在宅人工呼吸器管理移行における臨床工学技士の指導時間とインシデント
発生率の関連性
及川∙秋沙（おいかわ∙あいさ）

NHO 岩手病院臨床工学室

【はじめに】当院ではHMVに移行する際、臨床工学技士（以下、CE）が人工呼吸器をはじめ
とした医療機器の管理方法について説明し、安全に管理を行えるよう取り組んでいる。し
かし、退院までに十分な説明時間が確保できず、結果的にインシデントの発生につながる
こともしばしばみられる。そこで、CEの指導時間がインシデント発生回数に影響するか調
査することとした。【目的】HMVに移行する際にCEが行う機器管理に関する指導時間と在
宅療養中のインシデント発生回数の関係を明らかにする。【方法】2023年1月から2024年
4月に、当院においてHMVに移行した患者10名を対象とした。CE指導時間が、120分未
満の群と120分以上の群に分類してインシデントの発生頻度を調査した。インシデントの
内容は、不適切なNIVマスクのフィッティング、医療機器の誤操作、加温加湿器の過剰加
湿によるトラブルなどがあった。【結果】120分未満の指導時間群ではインシデント発生平
均回数は3.6回であった。一方、120分以上の指導時間群ではインシデント発生平均回数は
1.1回であった。両群間でインシデント発生率に有意差を認めた。【考察】患者・介護者への
指導時間を十分に確保することで人工呼吸器の管理方法をより理解することができ、イン
シデント発生回数に有意差を与えたと考えられる。また、十分な指導時間を確保すること
で患者・介護者の背景に寄り添った指導となり、インシデントの発生を抑えることにつな
がったと考えられる。【結語】HMV移行に移行する際、CEが患者・家族に対して行う指導
時間は、インシデント発生率に影響を与える可能性がある。
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P2-138-6
甲状腺乳頭癌術後12年後に癌性心膜炎・心臓転移を来した1剖検例
石飛∙俊介（いしとび∙しゅんすけ）1、三浦∙史郎（みうら∙しろう）1、佐藤∙俊輔（さとう∙しゅんすけ）2、二宮∙直樹（にのみや∙なおき）3、
田中∙藤信（たなか∙ふじのぶ）3、松井∙彰子（まつい∙あきこ）3、ムサジャノワ∙ジャンナ（むしゃじゃのわ∙じゃんな）2、
添田∙李子（そえだ∙ももこ）1、三原∙裕美（みはら∙ゆみ）1、伊東∙正博（いとう∙まさひろ）1

1NHO 長崎医療センター病理診断科、2長崎大学原爆後障害医療研究所腫瘍・診断病理学、 
3NHO 長崎医療センター耳鼻咽喉科

【症例】50歳代、男性。12年前に甲状腺乳頭癌、多発肺転移に対して甲状腺全摘後。半年
毎に経過観察されていた。今回、動悸と息切れ、食思不振出現し、精査にて心嚢液貯溜、
心膜肥厚が見られ、心膜生検にて未分化型甲状腺癌の転移疑い。その後血圧低下し、第18
病日に死亡した。【剖検所見】心膜に全周性の腫瘍形成と肺に多発性の腫瘍形成を認め、心
膜の腫瘍は左心室の心筋壁内まで達していた。肺の腫瘍は通常型の乳頭癌～高細胞型乳
頭癌の像で，免疫染色ではTTF1（+）, PAX8（+）であった。心膜の腫瘍は多形性の目立つ
大型異型細胞や紡錘形細胞がびまん性～小胞巣状に増生し，免疫染色でTTF1（-）, PAX8

（+:focal）, p53（+）で，未分化癌に類似した組織像であった。甲状腺腫瘍の発生や悪性化
に関連が深い遺伝子異常（BRAF, TERT, RAS）を調べたところ，甲状腺原発巣，肺転移部と
心膜の腫瘍ともに，BRAF V600E変異陽性，TERT C250T変異陽性，NRAS Q61R変異な
しであり，原発巣、肺転移巣、心膜腫瘍部ともに同一の遺伝子変化を有していることから，
甲状腺乳頭癌の肺転移と，その未分化転化した甲状腺癌による癌性心膜炎，及び心臓転移
と判断した。【考察】甲状腺乳頭癌由来の癌性心膜炎を呈した稀な症例で、心膜転移部は未
分化転化していた。文献的考察を含めて報告する。

P2-138-5
破骨型多核巨細胞を伴う退形成癌の1例
原田∙侑香里（はらだ∙ゆかり）1、大石∙恭平（おおいし∙きょうへい）1、村本∙将太（むらもと∙しょうた）1、藤田∙健太（ふじた∙けんた）1、
磯田∙哲也（いそだ∙てつや）1、神農∙陽子（しんのう∙ようこ）1、谷口∙香（たにぐち∙かおり）2

1NHO 岡山医療センター臨床検査科、2岡山大学大学院医歯薬学総合研究科法医学分野

【はじめに】超音波内視鏡下穿刺吸引法（EUS-FNA：以下EUS-FNA）標本にて、多核巨細
胞を伴う退形成癌を経験した。規約に挙げられる退形成癌の亜型のうち、破骨型多核巨細
胞を伴う退形成癌（Undifferentiated carcinoma with osteoclast-like giant cells：以
下UCOGC）と診断した症例について文献的考察を加え、発表する。【症例】80歳代女性。
倦怠感と体重減少（-1.5 Kg/9か月）、腰痛を認め消化器内科を受診。CT検査で膵体尾部
に75 mmの腫瘤を認め、臨床では、solid pseudopapillary neoplasm、serous cyst 
neoplasm、腺房細胞癌などを疑われ、EUS-FNAを施行した。【細胞像】核腫大、核形不整、
核クロマチンの増量、核小体の腫大を伴う異型細胞を孤在性または集塊状で認め、そのほか、
多核巨細胞が観察された。個々の細胞では核の切れ込み像を認め、集塊では一部乳頭状配
列や不規則重積がみられた。核クロマチンは荒く大型で多核の異型細胞もみられることよ
り、細胞判定は悪性とし、組織型はCarcinomaに留めたが、所見にUCOGCを鑑別とし
て挙げた。【組織像】組織標本でも、細胞診標本と同様の細胞が確認され、免疫組織化学では、
多核巨細胞にCD68（PG-M1）陽性を示した。また、腫瘍細胞にはVimentin、CD56が陽性、
CD10、cytokeratin7、bcl-10、β-cateninが陰性像を示した。以上より、UCOGCと診
断した。【まとめ・考察】初回検査時、多核巨細胞にも異型があると考えたため、組織型の推
定には至らず、鑑別にUCOGCの可能性を挙げるまでに留めた。しかし、本組織型の診断
クルーとなる破骨細胞様細胞を認識することで、より詳細な組織型判定にたどり着けると
思われる。

P2-138-4
外耳道腺様嚢胞癌の一例
吉見∙舞子（よしみ∙まいこ）1、十七∙志帆（とな∙しほ）1、森宗∙奈都姫（もりそう∙なつき）1、堀田∙鮎（ほりた∙あゆ）1、
藤岡∙健一（ふじおか∙けんいち）1、山中∙清史（やまなか∙きよし）1、竹井∙雄介（たけい∙ゆうすけ）2、安松∙良子（やすまつ∙りょうこ）2

1NHO 姫路医療センター臨床検査科、2NHO 姫路医療センター病理診断科

【はじめに】外耳道に発生する悪性腫瘍は極めて稀な疾患であり、年間発生率は100万人当
たり1人程度と報告されている。組織学的には扁平上皮癌がその殆どを占めており、その他
の組織型の頻度は低い。今回我々は、外耳道腺様嚢胞癌の1例を経験したので報告する。【症
例】80代男性。2ヶ月前から右耳痛が出現し、前医受診。鎮痛薬を処方されたが症状改善せず、
当院紹介受診となった。既往歴は、前立腺癌（放射線療法・内分泌療法）、直腸癌・肺癌（手
術）があり、経過観察中であった。診察にて外耳道前壁の皮下に隆起性病変を認め、穿刺吸
引細胞診を施行した。【細胞所見】不規則重積性を示す小型細胞集塊を比較的多数認め、篩
状構造を疑う部分も見られたが、個々の細胞異型は乏しかった。良悪の鑑別を含め組織型
の推定には至らなかった。【組織所見】術中迅速組織診にて篩状に増生する腺様構造が見ら
れ、腺様嚢胞癌が鑑別に挙がったため、右外耳道腫瘍摘出術が施行された。組織学的に表
皮に腫瘍性変化なく、被膜は認められなかった。篩状胞巣に異型細胞の増殖が見られ、類
円形の偽嚢胞腔内にAlcian blue陽性の粘液を認めた。また筋上皮と導管上皮の2相性が見
られ、個々の細胞はN/C比の増加・核異型を示し、配列密度も高く篩状型の腺様嚢胞癌と
診断された。【まとめ】臨床において、外耳道病変を経験する機会は少ない。発生部位の特
殊性や解剖・疾患の情報の少なさから、穿刺吸引細胞診による診断は困難を極めた。腺様
嚢胞癌は原発部位または隣接部位に再発することが多く、根治の為には十分な安全域をつ
けた切除が重要であるとされている。そのため術前の細胞診での組織型の推定が治療の一
助となると考える。

P2-138-3
乳腺化生癌（扁平上皮癌）の1症例
道面∙将嗣（どうめん∙まさつぐ）1、青木∙悠真（あおき∙ゆうま）1、金城∙菜子（きんじょう∙なこ）1、小野∙美奈子（おの∙みなこ）1、
吉川∙千鶴（よしかわ∙ちづる）1、出村∙豊（でむら∙ゆたか）1、村上∙麻里子（むらかみ∙まりこ）1、河合∙健（かわい∙たけし）1、
廣瀬∙由美子（ひろせ∙ゆみこ）2、森∙清（もり∙きよし）2、眞能∙正幸（まのう∙まさゆき）2

1NHO 大阪医療センター臨床検査科、2NHO 大阪医療センター病理診断科

今回、乳腺細胞診で化生癌（扁平上皮癌）という希少な症例（乳癌全体の0.2％以下）を経験
したので報告する。【症例】70代女性、2023年にMRIで右乳房C領域にDWI高信号域を
認めた。超音波検査では同部位に等輝度エコー主体の不整形な腫瘤（3cm大）を認めた。内
部に液状成分と考えられる低輝度領域を認めたことから粘液癌などが疑われた。超音波検
査と同時にCNBが実施され、組織診と捺印細胞診を施行した。【生検組織診所見】核が腫大
し細胞間橋を示す異型細胞が不整形胞巣を作り間質内に不規則に分布する像を認めた。免
疫染色ではAE1/AE3（+）、p40（+）を示し、化生癌（扁平上皮癌）と診断された。【細胞診
所見】筋上皮の付着がないライトグリーン好染の多稜形な細胞が緩い結合性を伴って集塊状
に少数出現していた。また軽度の核異型や細胞密度の上昇を伴うが、N/Cは低くクロマチ
ンの増量は乏しかった。良性腫瘍なども鑑別には挙がったが扁平上皮癌の診断は困難だっ
た。【手術検体組織所見】割面肉眼像で灰白色から乳白色調の充実性部分に一部空洞を伴う
結節を認めた。腫大した核を持つ上皮細胞が不整形の中小充実胞巣などを作り、膠原線維
性間質に浸潤していた。高～中分化型扁平上皮癌の像であり浸潤は乳腺前方脂肪織に達し
ていた。肉眼的嚢胞様の腔を形成していたのも扁平上皮癌成分だった。センチネルリンパ
節にもITCを認めた。【結語】乳腺の扁平上皮癌を経験したが、肺や子宮頚部と違い明確な
診断が今回の細胞所見からは困難だった。核異型やN/Cが低くとも細胞密度の上昇や筋上
皮との二相性がない所見を考慮し、悪性を疑うべき症例であったと考える。
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P2-139-4
地域住民の摂食嚥下機能に対する認識度と潜在的摂食嚥下機能障害につい
て―言語聴覚士の取り組みとアンケート調査の実施－
小野∙亜里沙（おの∙ありさ）1、阿部∙直美（あべ∙なおみ）1、楢村∙郁美（ならむら∙いくみ）1、宇根川∙一成（うねがわ∙かずなり）1、
小林∙理英（こばやし∙りえ）1

1NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科、2NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科、4NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科、 
5NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院所在地の早島町で地域住民対象の生涯学習イベントが開催され、当院企画
の一つとして言語聴覚士が参加した。そこで、参加者に対して、摂食嚥下機能に対する啓
もう活動とアンケート調査を行ったので報告する。【対象者】企画参加者。【企画内容】1.口
腔体操のパンフレット配布2.トロミ水の試飲3.当院の摂食嚥下外来の紹介4.アンケート調
査（EAT ‐ 10）【結果】アンケート実施人数8名（男性3名、女性5名）、平均年齢74.25歳
±8.54歳。合計点の平均5.88点、最大値16点、最小値0点とバラツキを認めた。3点以
上の「嚥下障害疑いあり」は5名（62.5％）、年齢中央値は80歳であった。「嚥下障害疑いあり」
となった5名のうち2名は複数項目に「時々感じる」と回答しており、うち1名は7項目が該
当していた。8名中5名が「飲み込むときに食べ物がのどに引っかかる」「食べるときに咳が
出る」という質問項目に該当していた。また2点以下であった回答者が該当していた質問項
目は「飲み込みの問題が原因で、ここ3か月の間に体重が減少した」「食べるときに咳が出る」
であった。参加者からは、「トロミ水はまずい」「飲み込みが悪くなったらこういうもの（ト
ロミ水）を飲まないといけないのですね」「口腔体操をやってみます」という意見があった。

【考察】今回イベントに参加し、地域住民と直接関わることで、摂食嚥下機能障害が疑われ
る人が多く、また摂食嚥下機能障害についての認識度の低さを実感した。個々のニーズに
応じた指導や発信方法について一考の余地があると思われる。今回のような専門家の相談
を気軽に受けることができる機会は、地域住民の健康を推進する上で必要であると考えた。

P2-139-3
重症心身障害者における食事介助に要する時間の測定［第1報］　 
―誤嚥窒息ゼロをめざして―
瀬尾∙八栄美（せお∙やえみ）1,2,3,4、村橋∙麻由美（むらはし∙まゆみ）2、赤羽∙誉（あかはね∙ほまれ）3、澤井∙康子（さわい∙やすこ）4

1NHO 奈良医療センターリハビリテーション科、2NHO 奈良医療センター看護部、 
3NHO 奈良医療センター耳鼻咽喉科、4NHO 奈良医療センター小児神経科

【背景】当院では誤嚥窒息予防の観点より、摂食嚥下チームを中心に嚥下ピラミッドに即し
た食形態の統一、お茶ゼリーの硬さの調整、介助用スプーンの導入、VF・VE、食事姿勢の
検討と掲示、勉強会等、長期に渡り様々な改善や工夫を行っている。しかしながら誤嚥窒
息が発生しており、介助者によって食事介助のスピードに差があることも原因として挙げ
られるのではないかと考え、介助に要する時間に焦点を当てて測定した。【方法】3食経口摂
取している患者のうち、誤嚥窒息リスクが高い患者1名（FOIS Level 4、嚥下調整食2-1半
量）を選定し、ポジショニングから食事終了までに要する時間を測定した。介助者は摂食嚥
下障害に精通している看護師2名と言語聴覚士1名とし、合計19回行った。【結果】食事介
助に要する時間は平均20.2分、内訳はポジショニング2.4分、食事時間17.8分であった。【考
察】食事介助に要した時間について、安全に配慮するために時間をかけていると感じるか、
熟練しているから早いと感じるか個々により捉え方は違うかもしれない。重症心身障害者
の多くは意思伝達が困難であり、摂食嚥下機能の獲得が不十分である上に、骨・関節の変形、
拘縮や側彎、呼吸障害等が随伴する。そのためポジショニングや一口量の調整、ペース配
分等、適切な時間を確保すること、また嚥下や呼吸状態、誤嚥兆候の早期発見等のモニタ
リングも不可欠である。このような観点から安全確保のプロセスを踏んだ経験者の介助時
間が一つの目安になるのではないかと考えられる。今後はより良い食事介助の質を提供す
るためにクリニカルパス化も視野に入れて誤嚥窒息予防に努めたい。

P2-139-2
急性壊死性脳症後に嚥下障害を呈した1歳児への介入報告
本山∙ゆり香（もとやま∙ゆりか）

NHO 南九州病院リハビリテーション科

【はじめに】急性壊死性脳症（ANE）は脳炎・脳症の亜型である。発症率は急性脳症の中で約
4％であり、報告されている症例数は少ない。今回、ANEを発症し経管栄養管理となった1
歳女児に対し訓練を実施し、経口摂取が可能となった。訓練内容・経過に考察を加えて報
告する。

【症例】1歳女児、ANE発症前の基礎疾患や発達に指摘はなく、食事も年齢相当のものを摂
取していた。けいれん重積後、脳平温療法・mPSL療法等を実施された。頭部MRIでは両側
視床に高信号域などを認め、ANEと診断された。51病日にリハビリ目的にて当院へ転院し
た。

【経過】転院時はJCSΙ桁の意識障害が遷延しており、運動能力は寝返りレベルであった。
口唇閉鎖は弱く、舌運動は前後運動は可能だが上下・左右運動はみられず、また飴舐めに
よる唾液嚥下ではムセを認めた。経過をみて66病日にペースト食を開始し、117病日につ
ぶし粥に変更、122病日に経管栄養から離脱し、135病日にきざみ食、137病日に自宅退
院となった。退院時の身体機能は座位が自立可能となっていた。

【考察】本児は、ANE発症前は年齢相応の発達レベルであった。本児の嚥下回復後は口唇の
捕食運動が不十分だが舌による押しつぶし運動は早く回復するなどの特徴がみられた。幼
児の摂食嚥下では窒息のリスクが高いといわれる為、児の嚥下運動に見合った形態調整や
訓練が必要である。また、上記と合わせて意識レベルの回復や全身運動の回復にも留意し
て摂食活動サポートを行うことが肝要であると思われた。

P2-139-1
演題取り下げ
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P2-140-2
当院でのアミロイドPET検査開始までの報告
畑∙源一郎（はた∙げんいちろう）1、夏目∙規夫（なつめ∙のりお）2、海野∙学（うみの∙まなぶ）1、森下∙亜希（もりした∙あき）1、
市川∙悠里（いちかわ∙ゆり）3、児山∙拓也（こやま∙たくや）1、水谷∙旭宏（みずたに∙あきひろ）1、川本∙茂（かわもと∙しげる）1

1NHO 名古屋医療センター放射線科、2NHO 静岡てんかん・神経医療センター放射線科、 
3NHO 東名古屋病院放射線科

【目的】2023年9月25日にエーザイ社とバイオジェン社により開発されたレカネマブ（商
品名レケンビ）が「アルツハイマー病による軽度認知障害及び軽度の認知症の進行抑制」の効
能・効果で厚生労働省により薬事承認された。当院で4月からアミロイドPETを導入する
にあたって実施したこと、検査開始後に気づいた問題点などを報告する。【方法】アミロイ
ドPET開始までに、PET撮像施設認証（1）のアミロイドイメージング剤を用いた脳PET撮
像を取得するために、ホフマン3D脳ファントムと円筒型ファントムを用いてファントム試
験を行った。他職種とは検査枠の調整や、検査の流れの確認、業務分担の確認などを行った。
他にも使用薬品の登録や使用物品の変更、出力画像の決定などを行った。【結果】使用薬剤
は日本メジフィジックス株式会社のビザミル静注（フルテメタモル18F注射液）を用いるこ
ととし、PET撮像施設認証（1）を取得した。当院では毎週水曜日と木曜日の最終枠（15:00）
に検査オーダーが入るようにした。検査では患者説明、案内は診療放射線技師が行い、ルー
ト確保、薬剤投与は看護師が行うこととした。薬剤投与後は待機時間を90分に設定し、撮
影時間は20分とした。撮像後は待機時間無しとした。検査開始後では、ルート内の残留薬
剤による被ばくについて、患者ポジショニングについての問題点が挙げられた。【結語】4月
のアミロイドPET開始までに、必須ではないがPET撮像施設認証（1）の取得や、他スタッ
フと意見の整理を行っていたため検査自体は滞りなく開始することができた。問題点につ
いては製剤の違いや、患者間の違いが関係してきていると考えるので、それらを解決、改
善させていくことに励みたい。

P2-140-1
当院のPET-CT検査における医療従事者の被ばくについての調査
水谷∙旭宏（みずたに∙あきひろ）1、夏目∙規生（なつめ∙のりお）2、海野∙学（うみの∙まなぶ）1、森下∙亜希（もりした∙あき）1、
市川∙悠里（いちかわ∙ゆり）3、児山∙拓也（こやま∙たくや）1、畑∙源一郎（はた∙げんいちろう）1、川本∙茂（かわもと∙しげる）1

1NHO 名古屋医療センター放射線科、2NHO 静岡てんかん・神経医療センター放射線科、 
3NHO 東名古屋病院放射線科

【目的】PET検査の担当看護師から被ばくについての不安の声が挙がった。18F-FDGのPET
検査に携わる医療従事者（看護師、診療放射線技師）の被ばく線量を把握するために調査し
た。【方法】2024年2/8 ～ 4/17の間、看護師が管理区域に入室してから注射完了までの
間ポケット線量計を装着してもらい、投与放射能、患者対応時間、被ばく線量（マイクロ
Sv）を記録した。同様に診療放射線技師にも患者を撮影台にポジショニングする際にポケッ
ト線量計を装着し、同じ項目を記録した。診療放射線技師の場合はポジショニングの際に
遮蔽板の利用している者とそうでない者で比較し、平均被ばく線量の差も調査した。【結果】
看護師のPET検査1回にかかる被ばく線量の平均値は2.1マイクロSvであった。患者対応
時間は平均20分であり、線量率の平均値は6.3マイクロSv/hであった。診療放射線技師の
PET検査1回にかかる被ばく線量の平均値は2.9マイクロSvであった。患者対応時間は平
均7分23秒であり、線量率の平均値は23.6マイクロSv/hであった。また、遮蔽板を利用
している者とそうでない者では平均被ばく線量に約2倍の差があった。【考察・まとめ】今回
の検証からPET検査における医療従事者の被ばくをおおよそ把握することが出来た。診療
放射線技師と看護師の間で線量率の差が大きい理由は、患者と接する距離の差によるもの
である。PET検査は放射線検査の中でも特に医療従事者の被ばくが多い検査であり、職員
それぞれが自分の被ばく線量を把握することは大切である。他職種から被ばくへの理解を
得ることは難しいが、遮蔽板の利用、ワークフローの改善、教育を行い少しでも安心して
検査を行えるよう被ばく線量低減に努めたい。

P2-139-6
鵜呑みにしていませんか？？～食べられる可能性を見逃さないで～
林∙純子（はやし∙じゅんこ）1、松本∙富夫（まつもと∙とみお）2、竹本∙将彦（たけもと∙まさひこ）2

1NHO 柳井医療センターリハビリテーション科、2NHO 柳井医療センター外科

【背景】摂食嚥下機能に障害をもつ患者に介入する際，前医からの情報を得る事は必要不可
欠である．しかし患者を診に行くと時に前医からの情報と現在の患者の状態が異なってい
る場面も少なくない．また食事場面のような体表からの評価には限界があり，評価に迷う
事もしばしばある．現在，嚥下動態を評価する最も有効な検査として，嚥下造影検査があり，
摂食嚥下機能障害の評価や治療に有用と言える．今回，情報だけにとらわれず，自らが現
在の患者の状態を再評価する必要性を再確認したので報告する．【方法】対象者は4名．年
齢は73歳～ 84歳．原疾患は，慢性腎不全．既往歴は，脳卒中等を3名で認めていた．前
医からの情報では，摂食嚥下能力グレードは，I ‐ 2が1名・II ‐ 4が2名・II ‐ 6が1名．
当院での評価方法は，患者の情報収集後に嚥下スクリーリング検査や食事場面での評価を
実施．その後，嚥下造影検査を行った．【結果】当院での再評価の結果，前医からの情報と
対象者4名の状態は異なっていた．摂食嚥下能力グレードは，III‐7が1名・III‐8が2名・
III ‐ 9が1名．再評価後，グレードアップした食事を提供し経過を追った．変更後，明ら
かな肺炎兆候は認めず，三食経口摂取は継続できた．また，食事摂取量は安定し，対象者
3名が間食までも自己摂取が可能となった．食事以外の時間は，机上での余暇活動に取り組
む場面や家人との談笑を楽しむ場面も見られ活気も出てきた．【結論】事前情報による先入
観での評価にとらわれず，直接患者を診て適切な時期に評価・介入を行う必要性を再確認
した．

P2-139-5
身体リハビリテーション介入及び言語聴覚士の併用介入による結核患者の
ADLと栄養の関連性について
酒井∙光明（さかい∙みつあき）1、百武∙理子（ひゃくたけ∙ともこ）1、金丸∙裕貴（かなまる∙ゆうき）1、
武末∙史知子（たけまつ∙みちこ）2

1NHO 東佐賀病院リハビリテーション科、2NHO 大牟田病院リハビリテーション科

はじめに:結核は感染症法で2類に分類され指定医療機関での入院治療が長期間必要とな
る感染症である.予後に年齢,ALB等が関連するとされている.今回ADLと栄養,言語聴覚
士（以下ST）の介入に関連性があるのではないかと考えた.そこでﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（以下ﾘﾊ）介入
した患者のADLをBarthel index（以下BI）,栄養をALBとFunctional Oral Intake Scale

（以下FOIS）,STの介入の有無を調査し検討した.方法:令和3年10月1日から令和4年12
月31日の期間に結核病棟に入棟しﾘﾊ介入した患者のうち死亡等の除外基準患者を除いた
19名に対し,ｶﾙﾃより年齢,BI,ALB,FOIS,ST介入を調査し後ろ向きに検討した.結果:年齢

（平均）:86.1歳,BI :（介入時）53.4→（終了時）65.8,ALB:2.9→3.0（ALB3未満が9名→6
名）, FOIS:5.2→5.3. ﾘﾊ前後にてBIに有意差が確認された.ST 介入:6名,年齢:87.3歳,BI 
:48.3→60.8,ALB:2.7→2.8（ALB3未満が5名→4名）, FOIS:5.2→5.5,ﾘﾊ前後にて各ﾃﾞｰﾀ
と,非介入群との有意差は確認されなかった.考察:結核は高齢･低ALBでの発症が多いとさ
れており,結核の予後因子に年齢,ALB,ADL等が関連しているとされている.今回の対象者
も高齢,ADLの低下,低栄養を示していた. またﾘﾊ介入前後のBI で有意差が確認された.ﾘﾊ介
入によりADLの向上に繋がることが示唆された.ALBと栄養,BIと食事という面からSTの介
入に関連性があるのではないかと考えたが立証できなかった.これは結核の発症に高齢･低
ALBの特徴を有し,感染に伴うｴﾈﾙｷﾞｰ消耗が長期間続いている事が効果を得られ難くしてい
る事や,除外基準等も要因であると考える.嚥下機能の改善がみられたという研究も確認さ
れる為,更にSTﾘﾊ介入症例を増やし関連性について検討する必要があると考える.
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P2-140-6
当院における心筋血流シンチ検査で虚血所見を認め、冠動脈造影検査で有
意狭窄病変を認めなかった症例の検討について
永谷∙大輔（ながたに∙だいすけ）1、椎∙雄一朗（しい∙ゆういちろう）1、小園∙二忠（こぞの∙つぐただ）1、光∙浩二（ひかり∙こうじ）1、
川畑∙和代（かわばた∙かずよ）2、中薗∙省太（なかぞの∙しょうた）2、大井∙正臣（おおい∙まさおみ）2、吉重∙祐介（よししげ∙ゆうすけ）2、
鹿島∙克郎（かしま∙かつろう）2

1NHO 指宿医療センター放射線科、2NHO 指宿医療センター循環器内科

【背景】当院では、心筋血流シンチ検査で虚血所見を認めた場合、冠動脈造影検査を行って
いる。【目的・方法】RIで虚血所見（以下：RI虚血陽性）を認め、CAGで有意狭窄病変を認め
なかった症例（以下：CAG陰性）及びCAGで有意狭窄病変を認めた症例（以下：CAG陽性）
の件数を調べ、2021年度と2022年度のRI虚血陽性例中、CAG陰性例（RI偽陽性）及び
CAG陽性例（RI陽性）の割合を比較した。また、患者背景（疾患別）を加味して分析を行った。

【結果】2022年度のRIの件数は230件で、CAGの件数は177件であった。RIで虚血疑いと
診断された件数は95件（95 ／ 230）で、そのうちCAGが必要と診断された件数は43件で
その割合は45％（43 ／ 95）であった。CAGで有意狭窄病変を認めた症例は35件で、その
割合は81．4％（35 ／ 43）（2021年度：61％）であった。一方、RI虚血陽性例中、CAG
陰性例（RI偽陽性）は8件でその割合は18．6％（8 ／ 43）（2021年度：39％）であり、RI
偽陽性例中、疾患別の割合は高血圧患者75％（6 ／ 8）、脂質異常患者75％（6 ／ 8）、糖尿
病患者87．5％（7 ／ 8）、喫煙者25％（2 ／ 8）であった。【考察】2022年度では、2021
年度と比較してCAG陰性例（RI偽陽性）が39％から18．6％と改善された。それは、解析
時に適切なROI設定を行うことにより心外集積を低減でき、RIでの診断能が向上したと考
えられる。また疾患別の割合では糖尿病を有している患者で多く見られ、2021年度の結果
と同様、糖尿病による冠微小循環障害の可能性が考えられる。

P2-140-5
99mTc心筋血流SPECTにおける心外集積抑制処理の検討
岡田∙渉吾（おかだ∙しょうご）1、栗原∙恵一（くりはら∙けいいち）1、堀川∙大輔（ほりかわ∙だいすけ）1、高橋∙善一（たかはし∙よしかず）1、
早川∙三貴（はやかわ∙みつたか）1、戸谷∙穂乃花（とや∙ほのか）1、大橋∙周平（おおはし∙しゅうへい）1、齋藤∙郁里（さいとう∙かおり）1、
長谷川∙真一（はせがわ∙しんいち）1、堀田∙昌利（ほった∙まさとし）2

1国立国際医療研究センター病院診療放射線部門、2国立国際医療研究センター病院放射線核医学科

【背景】99mTc心筋血流SPECTでは,肝臓等の心外集積の影響を受けやすい.通常は心筋
血流が低下した部位では集積低下を認めるが,心外集積の影響により偽陰性となる可能
性がある.この影響を患者負担なく低減させる方法として,MUS（Masking process on 
Unsmoothed images）法が考案され,Cardio MUSk（cMUSk）法はその1つである.【目
的】99mTc心筋血流SPECTにおけるcMUSk法を用いた心外集積抑制の有用性の検討を行っ
た.【方法】心臓肝臓ファントムHL型の心筋下壁部に直径20mmの欠損チップを配置し,心
筋部に99mTc溶液を封入した.肝臓の放射能濃度比は,心筋に対して0,0.5,1.0,1.5,2.0倍と
なるよう封入した.また,心臓-肝臓間距離は各濃度比において0,5,10mmとした.装置は
Discovery 670 DRを使用した.撮像条件は臨床に基づき,LEHRコリメータを装着し,検出
器を直交180°円軌道収集で30分収集を行った.画像再構成では従来法およびcMUSk法を
使用したFBP法,OSEM法でそれぞれ短軸像を作成し,Circumferential Profile Curveを用
いた物理評価と視覚評価による比較を行った.【結果】0mmと5mmで従来法の濃度比1.5
倍以上で欠損部へのアーチファクトが見られた.cMUSk法ではこれを低減させる傾向が見
られた.10mmでは,従来法およびcMUSK法の両者ともにアーチファクトは見られなかっ
た.再構成法の違いでは,FBP法と比較してOSEM法では欠損部への改善が見られた.視覚評
価については,下壁欠損部における変化はなかったが,肝臓によるアーチファクトの低減が
できた.【結語】99mTc心筋血流SPECTにおいてcMUSk法を用いることで,心外集積が心筋部
位に及ぼす影響を低減できることが示唆された.

P2-140-4
心臓専用多焦点コリメータを用いた心筋血流シンチグラフィにおける上肢
下垂位が画像に及ぼす影響
畠山∙慎（はたけやま∙まこと）、小松崎∙篤（こまつざき∙あつし）

NHO 相模原病院放射線科

【目的】放射性医薬品を投与して心臓の血流を評価する心筋血流シンチグラフィは、狭心症
や心不全等の虚血評価に用いられる画像診断である。当院では心臓専用に開発された多焦
点コリメータ（SMARTZOOM Collimator、以下SZC）を使用し、スループット向上を目
的とした特殊な撮像方法を実施している。SZCの使用は両腕を挙上した状態で撮像するこ
とが原則となっているが、症例によっては挙上が困難な場合も少なくない。そこで、SZC
における上肢下垂位が画像にどのような影響を及ぼすかを検討した。

【方法】使用機器はSPECT-CT装置Symbia T16（SIEMENS Healthineers）と心臓ファント
ムRH-2型（株式会社京都科学）を用いた。心筋正常部には0.44MBq/mlの99mTc溶液を満
たし、心筋側壁の中央部に2cm完全欠損を作成した。模擬上肢にはCT値450HUの造影剤
を封入した直径35mmシリンジ2本を作成した。SZCを用いて、心筋欠損の有無および模
擬上肢の正常挙上・下垂位のそれぞれで収集時間を変化させてカウントデータを収集した。
得られたデータからIDLソフトウェアのBullsEyeAutoによるCircumferential curveを作
成し、角度ごとの%Uptakeの有意差検定を行った。

【結果】視覚的には欠損の有無によらず上肢位置は画像に影響を及ぼさなかった。
Circumferential curveの解析においては、挙上の有無により有意差を持った角度が複数存
在したがその差は各々数％程度であった。

【結論】SZCにおいて上肢下垂位が側壁欠損に及ぼす影響は小さかった。SZCを用いた心筋
血流シンチグラフィにおいて、上肢挙上が困難な症例は下垂位での収集も選択肢の1つとな
り、患者負担の軽減に寄与する可能性が示唆された。

P2-140-3
PET-CT装置　Biograph VisionとBiograph TruePointの画質に関する
検討
鈴木∙友博（すずき∙ともひろ）、阪井∙洋平（さかい∙ようへい）、清水∙裕也（しみず∙ゆうや）、安部∙俊（あべ∙たかし）

国立長寿医療研究センター放射線診療部

【目的】2023年、当院にPET-CT装置Biograph Vision（Siemens社）（以下、Vision）が
導入された。装置の性能が向上し、2010年に導入された既存のPET-CT装置Biograph 
TruePoint（Siemens社）（以下、TruePoint）とは画質に違いが生じ、経過観察や研究
の解析に影響が出る可能性がある。そのため、場合によってはVisionの画質を変更し、
TruePointの画質に近似させる必要がある。今回はファントム画像の再構成条件を変更す
ることで装置間の画質の比較・検討を行う。【方法】再構成フィルタGaussian Filter（以下、
GF）と収集時間を変更することで比較・検討を行う。ファントムは円筒型ファントムとホ
フマン3D脳ファントムとNEMAファントムを用いて円筒型ファントムより視野内均一性
と変動係数、ホフマン3D脳ファントムより%contrast、NEMAファントムよりリカバリ
特性を評価する。【結果】視野内均一性は1200secの画像がSD0.012でTruePointのGF 
4mmと近い値であった。変動係数はGF 3mmの画像が3.96％でTruePointのGF 4mm
の値と近い値であった。リカバリ係数はGF 6mmの値がTruePointの値と近い傾向を示し
た。%contrastはGF 9mmの画像が49.9%でTruePointのGF 4mmの値と近い値であっ
た。【結語】収集時間とGFを変更することでVisionの画像と従来のTruePointの画像を比
較し、機種間の画質を近似させることができた。
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P2-141-3
当院の骨折リエゾンチームにおける二次性骨折予防の取り組みについて
山本∙悠策（やまもと∙ゆうさく）、柿丸∙裕之（かきまる∙ひろゆき）、桑田∙卓（くわた∙すぐる）、塩川∙加緒理（しおかわ∙かおり）、
須古星∙かおり（すこぼし∙かおり）、原田∙桃子（はらだ∙ももこ）、林∙真帆（はやし∙まほ）、磨井∙祥吾（うすい∙しょうご）、
吹譯∙靖子（ふきわけ∙やすこ）、木村∙希（きむら∙のぞみ）、池川∙明里（いけがわ∙あかり）

NHO 浜田医療センター地域医療連携室

【はじめに】厚生労働省が行った国民生活基礎調査（2022年）によると、介護が必要となっ
た主な原因として骨折・転倒が13.9％で、認知症、脳血管疾患に次いでいる。我が国が迎
える超高齢者社会において、目標である健康寿命の延伸のため骨折予防は課題の一つであ
る。当院のある浜田市と江津市の浜田医療圏（以下、圏域）は、人口約72000人で骨折患者
の手術はほぼ全例当院で行っている。二次性骨折予防を目的として、2022年に骨折リエゾ
ン（FLS）チームを立ち上げ、入院中に二次性骨折予防継続管理料1、外来で二次性骨折予防
管理料3の算定を開始した。2023年にはクリニカルパスへ組み入れ、大腿骨近位部骨折で
手術を受けた患者を中心に介入している。2023年度の介入患者から見えた現状や今後の課
題について報告する。【方法】1.2023年度大腿骨近位部骨折で手術を受けた圏域の患者で、
当院の外来でフォローをしている患者の状況を確認する。2.そこから見える現状や課題を
抽出する。【結果】二次性骨折予防継続管理料1の算定件数は152件、二次性骨折予防継続
管理料3は、29名（延べ76件）と約20％であった。この内、年度内に再入院、再手術をさ
れた患者は1名であった。しかし、約80％の方は、骨折予防の治療や指導が行われている
かなどは不明であった。【まとめ】骨折予防を行っていくことにより、患者個人のQOLや圏
域の要介護認定率等大きな影響を及ぼすと考える。今後は当院が中心となり、地域の医療
機関への啓発、協力体制をとりながら二次骨折予防を進めていくことが課題と考える。

P2-141-2
当院における誤嚥性肺炎患者の在院日数短縮の取り組み~「誤嚥性肺炎医
療連携システム」の構築と「肺炎ワーキング」の立ち上げ~
山路∙千尋（やまじ∙ちひろ）、室井∙弘子（むろい∙ひろこ）、山下∙奈穂子（やました∙なおこ）、塩森∙悠美（しおもり∙ゆみ）、
村上∙亜由美（むらかみ∙あゆみ）、奥村∙笑美梨（おくむら∙えみり）、赤澤∙佳子（あかざわ∙けいこ）、田中∙しのぶ（たなか∙しのぶ）、
細谷∙智（ほそや∙さとし）、大森∙智子（おおもり∙ともこ）、瀧川∙政和（たきがわ∙まさかず）

NHO 相模原病院地域医療連携センター

【目的】
当院のDPCにおける効率性係数は年々低下しており、全国平均より在院日数が長い疾患の
中で、特に誤嚥性肺炎は2022年の平均在院日数が全国21.9日に対し当院の日数は32.6日
だった。その中でも施設に入所している患者は吸引などの医療行為の見極め、食事形態や
栄養摂取ルートの選定などで元の施設に戻れず在院日数が伸びる傾向にあった。そこで誤
嚥性肺炎患者の在院日数短縮に向け地域との連携および肺炎ワーキング（肺炎WG）立上げ
に取り組んだため報告する。

【方法】
1 相模原市病院協会において、入院から2週間を目安に後方支援病院へ転院する医療連携シ
ステムの構築と導入
2 誤嚥性肺炎患者の退院調整も含め引き受け可能な後方支援病院の開拓
3 院内で肺炎WGを立上げ、院内職員の共通認識を持ち、転院ケースの早期把握と平均化
を図るため、院内共通「肺炎スクリーニング」を作成

【結果】
1 誤嚥性肺炎医療連携システムの後方支援病院は4病院からスタート。スムーズな転院を目
的とするため転院先による家族面談の省略を検討
2 誤嚥性肺炎医療連携システム以外の異なる後方支援病院として積極的な受け入れの回答
があった病院は3病院だった
3 肺炎WGを通して、診療部の理解促進がみられ、4月時点で在院日数の短縮が見られて
いる。

【考察】
肺炎スクリーニングは入院当初だけではなく、繰り返し行う必要性がある。治療を継続し
ているケースは肺炎スクリーニングを繰り返し行うことによって転院調整が可能となる状
態を早期に把握し、介入に繋げること重要である。また早期転院の理解促進を図るため患者・
家族への働きかけも重要と認識した。

P2-141-1
地域連携強化・問題支援型アプローチのために持つべきホスピタリティ、
医療における「言葉」の可能性、コミュニケーションを探る
八巻∙孝之（やまき∙たかゆき）

NHO 宮城病院総合診療外科

【背景】コロナ渦にあぶり出された地域連携はまさに薄氷を踏む状態であった。確保病床不
足、医療従事者・検査体制の脆弱とひっ迫、感染者受入れのための通常診療制限、現場は
危険にさらされての対応が続いた。院外に目を向ければ、発熱後4日間ルール（発熱者が保
健所を介して検査を受けるルート）は検査体制の一定整備とともに撤回され、症状が悪化し
た人も自宅・宿泊施設での待機を余儀なくされたことは記憶に新しい。【地域単位の包括性
と持続性】こうした事態を見る限り、医療機関における指定感染症病床をはじめとする地域
の供給体制はもちろん、医療・介護・保健の従事者負担は限界を超え、その供給力を十分
発揮できなかった4年間を振り返えれば、地域の医療・介護・福祉従事者は、患者・住民に
対する思いやりやスタッフ間の相互理解に対する配慮の不十分さ、地域との情報共有の不十
分さを深く内省するのではないだろうか。コロナ渦の地域医療構想・地域包括ケアシステ
ムの議論は足踏み状態であった。【提言】著者がイメージする地域連携とは様々な地域活動
を維持する基本的姿勢であり、どの地域や医療機関においても、その役割を全うする態度
そのものである。様々な問題が置き去りの包括的医療・ケアの未来は決して明るいもので
はないだろう。地域の命と暮らしを守るため、問題支援型アプローチ、Patient Centered 
Care（患者中心の医療）のために求められるホスピタリティの原点、そのマインドマネジメ
ント、医療における「言葉」の可能性、多職種連携のためのコミュニケーションスキームに
ついて議論を深め、地域連携強化のさらなる一助となるようなヒントを提言したい。

P2-140-7
心アミロイドーシスにおける従来のH/CL比に変わるSPECT画像から算出
する心/肺比の初期経験
太田∙一輝（おおた∙かずき）、岸田∙衣里（きしだ∙えり）

NHO 静岡医療センター中央放射線科

背景　心アミロイドーシス診療ガイドラインに99mTcピロリン酸シンチグラフィがあり、
プラナー画像からH/CL（心臓/対側）比で診断される。しかしROI内に骨や右心の集積が
あるとH/CL比に影響することがある。今回はSPECT撮影を行い、SPECT画像を用い心臓
と肺野にVOIを設置した。そこから心/肺比を算出し、H/CL比と比較した。使用機器ガ
ンマカメラ　機種　GE　NM　830ESワークステーション　機種　XELERIS4　DR　方法　
99mTcピロリン酸シンチグラフィを受ける35人を対象に99mTcピロリン酸投与3時間
後、正面プラナー撮影とSPECT撮影を行い、SPECT画像を用い、心臓と肺野にVOIを設置
して心/肺比とH/CL比を算出し、平均値を算出した。またそれらから関係を調べた。結果
対象の35人から算出したH/CL比の平均値が1.37であり心/肺比の平均値が1.49であっ
た。その内、心臓側の骨に集積がある3人の場合はH/CL比と比べて心/肺比の方が値は小
さかった。また対側の骨に集積がある3人の場合はH/CL比と比べて心/肺比の方が他の人
と比べ大幅に高かった。考察　H/CL比のROIに設置時、骨や右心集積があった場合、設置
場所を検討するのに時間がかかる。しかしSPECT画像から算出する心/肺比では骨集積を
外すことが出来ることと解剖的にも視覚で見やすいため、VOIの設置もしやすい。このこ
とからH/CL比より心/肺比の方が骨の影響を無くしているため、正しい心臓集積の値を反
映している可能性があると考えられる。
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P2-141-7
令和6年能登半島地震における在宅療養患者の実態調査報告
丸箸∙圭子（まるはし∙けいこ）、田上∙敦朗（たがみ∙あつろう）、高橋∙和也（たかはし∙かずや）、濱坂∙秀一（はまさか∙しゅういち）、
村先∙京子（むらさき∙きょうこ）、小田∙輝実（おだ∙てるみ）、釜谷∙直史（かまたに∙なおし）、江川∙淳子（えがわ∙じゅんこ）、
横道∙博子（よこみち∙ひろこ）、島倉∙千香子（しまくら∙ちかこ）、増田∙志伸（ますだ∙しのぶ）、天野∙めぐみ（あまの∙めぐみ）、
椛田∙優子（がばだ∙ゆうこ）

NHO 医王病院在宅医療対策委員会

【はじめに】2024年1月1日、M7.6、最大震度7の地震が能登半島を襲った。能登地区の
みならず当院がある金沢市およびその近郊市町も家屋の一部損壊、液状化、断水、停電な
どの被害を受けた。院内在宅医療対策委員会の取り組みとして当院かかりつけの在宅療養
患者の地震における被害状況や影響などを知り、今後の支援体制を構築するため実態調査
を行ったので報告する。【対象】当院にて在宅人工呼吸器指導管理料および在宅酸素療法指
導管理料を算定している石川県内に在住する患者27名。年齢は13歳～ 77歳。居住地域は
能登北部・中部医療圏2名、石川中央医療圏（金沢市含む）21名、南加賀医療圏4名。【方
法】Googleフォームにて無記名のアンケート作成、実施。対象者へGoogleフォームにア
クセス可能なURLおよびQRコードを記載したアンケート依頼説明書を配布し、回答を依
頼した。主なアンケート内容：必要な医療的ケアの内容、避難の有無、ライフラインの状況、
災害伝言ダイヤル使用の有無、発災直後とその後の不都合や不安に思うこと、医療機関や
支援者、医療機器業者との連絡の有無、医療機器トラブルの有無、災害に向けた備えの内容、

（小児患者の場合）災害時あんしんファイルの使用の有無など。【まとめ】大半の患者は石川
中央医療圏であり、大きな被害はなかった。一時的に避難をした患者もいた。地震のみな
らず、風水害、雪害を想定した対策も必要である。アンケート結果をもとに発災時の当院
の動きと合わせて在宅患者の避難受け入れ体制、安否の確認方法などを整えていく必要が
ある。

P2-141-6
令和6年能登半島地震を通して地域医療連携室の役割を振り返る
上濱∙沙織（うえはま∙さおり）、水岡∙有宇夏（みずおか∙ゆうか）、上見∙夏芽（うわみ∙なつめ）

NHO 金沢医療センター地域医療連携室

【背景】Kセンター（以下、当院）は、災害拠点病院、地域医療支援病院としての役割を担っ
ている。令和6年能登半島地震では被災地が広範囲であり、奥能登地域全体の医療体制維持
が困難となった。当院が位置するI県中央医療圏でも震災直後から被災者を受け入れ医療体
制がひっ迫する状況となった。【目的】今回の経験から今後の災害時における地域医療連携
室の役割強化に繋げたい。【方法】令和6年能登半島地震時、被災患者受け入れに関わった
当院の医師、看護師、医療福祉相談員へのインタビューと振り返りを行った。【結果・考察】
1.連携について院内の災害対策本部、入退院支援部門、地域医療連携室が連携し、タイム
リーに情報共有を行ったことで、入院制限を行う事なく被災患者や地域の患者を受け入れ
る事ができた。院内の入退院システムが確立されていたことで、災害時でも病床把握が出
来、紹介患者受け入れも通常通りに行う事ができた。このことは、これからの地域の医療
機関との連携に大きく役立ったのではないかと考える。2.カルテ閲覧システムについてI県
内で利用可能なカルテ閲覧システムの活用は、連携が難しいと考えられた被災地域の医療
機関をかかりつけ医としている患者の情報を共有することが出来た。普段あまりシステム
を使用していない医師もおり、利用方法についての問い合わせが地域連携室に多くあった。
今回は、災害時の臨時運用ルールに基づき、被災地域の医療機関へのアクセスが可能となっ
た経緯もあり、臨時運用についての問い合わせが多かったと考えられる。【まとめ】被災地
域やかかりつけ医と情報共有に加え、院内関係部門との情報共有が、患者の受け入れに繋
がった。

P2-141-5
地域と病院の架け橋となるための感染症流行下における地域医療連携室に
よる退院支援アルゴリズム作成の取組
三浦∙久幸（みうら∙ひさゆき）1、後藤∙友子（ごとう∙ゆうこ）1、山田∙小桜里（やまだ∙しおり）2、齋藤∙幸代（さいとう∙さちよ）1、
上口∙賀永子（かみぐち∙かえこ）1、堀崎∙尚子（ほりさき∙なおこ）1、大西∙丈二（おおにし∙じょうじ）3

1国立長寿医療研究センター病院在宅医療・地域医療連携推進部、 
2国立長寿医療研究センター病院看護部、3国立長寿医療研究センター病院老年内科

背景：当研究は、将来の新たな感染症流行などに備え、当施設では新型コロナウィルス感
染症流行下（コロナ禍）の退院支援実践知を活かすため、「新型コロナウィルス感染症患者の
在宅医療継続の連携アルゴリズム（在宅患者の退院支援アルゴリズム）」と「退院調整に係る
リモート面談を実施するに至る判断アルゴリズム（リモート退院支援アルゴリズム）」を作成
し、各アルゴリズムのフィジビリティスタディを行った。方法：2023年10月から2024
年2月末に、当施設退院患者の内、各退院支援アルゴリズムの適応となる患者の退院支援に
関わった当施設内外関係者を対象に質問紙を用いた実用妥当性に関する質的データの収集
を行った。当調査結果を踏まえ、2種類の退院支援アルゴリズムの改善を行った。結果：在
宅患者の退院支援アルゴリズムは、適応患者はかかりつけ医が退院後も継続的に支援する1
名のみであり、退院支援に関わった3名からデータを得た。リモート退院支援アルゴリズム
は、適応患者は8名であり、退院支援に関わった27名からデータを得た。当施設内外から
リモートによる退院支援は非接触による感染リスクへの安心感が多数確認された。その反
面、リモート面談時の機材トラブル発生時の対処や会議室確保などを負担に感じるという
意見があり、操作マニュアルの準備やトラブル発生時の支援体制への要望が示された。ま
とめ：在宅患者の退院支援アルゴリズムは引き続き実用可能性の確認が必要である。リモー
ト退院支援アルゴリズムは非接触コミュニケーションへの要望が強く、今後はICT機材操作
支援などの体制を整えることが実用可能性の高い退院支援アルゴリズム運用ととなること
が確認された。

P2-141-4
新型コロナウイルス感染症クラスター施設におけるクラスター対策チーム
介入の影響と今後の地域施設の感染対策指導
中沢∙まゆみ（なかざわ∙まゆみ）1,2,6、大嶋∙圭子（おおしま∙けいこ）3,6、須田∙崇文（すだ∙たかふみ）3,6、
山田∙まり子（やまだ∙まりこ）3,6、土屋∙映里佳（つちや∙えりか）4,6、中川∙純一（なかがわ∙じゅんいち）2、
五十嵐∙恒雄（いがらし∙つねお）2、柿崎∙暁（かきざき∙さとる）2、川島∙崇（かわしま∙たかし）5,6

1NHO 高崎総合医療センター看護部、2NHO 高崎総合医療センター ICT、 
3群馬大学医学部付属病院感染制御部、4太田記念病院感染対策課、5群馬県医師会感染症内科、 
6群馬県感染症対策連絡協議会ICN分科会

【背景・目的】群馬県においては、新型コロナウイルス感染症クラスター発生時感染拡大
を防止する目的で、クラスター対策チーム（Cluster Management Assistance Team：
C-MAT）が2020年10月に発足した。C-MATが派遣された施設に対し、困っていたこと、
チームに期待したこと、現在の感染対策に活かしていることなどの調査を行い、分析結果
を今後の地域施設への感染対策指導に役立てることを目的とした。【方法】C-MAT派遣を受
け入れた県内504施設を対象に紙媒体またはWebアンケートの方法で調査した。【結果】
有効回答数183施設（36.3％）であった（内訳：病院33件、高齢者施設124件、障がい者
施設14件、その他12件）。施設側が苦労した点として、職員不足や感染対策が多く挙げら
れた。各施設の期待は強く、特に防護具の扱い方、手指衛生の方法などの感染対策指導が
期待に応えられた事項であった。派遣後については、継続的にいつでも相談できる体制を
望むといった意見が強かった。12％の施設では、5類移行後も以前と同様の対策を継続し、
面会制限や行事の中止、幅広い抗原検査が現在も行われていた。コロナ禍を経験して対策
強化した点としては、感染対策関連研修の開催、職員の体調管理と休暇申請のしやすい職
場環境の確立であった。【結論】C-MAT介入は、ほとんどの施設において有効であったと示
唆され、今後とも継続的で気軽に相談できる体制の構築が必要と考えられた。5類移行後も
やや過剰と思われる対策を継続している施設もみられたが、新型コロナウイルス感染症で
のクラスター発生を契機としたC-MATの感染対策指導は、現在でも活かされており、以前
より感染対策に対する関心が高まったと推測された。
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P2-142-4
通園ルーム「ひまわり」で重症心身障害児者を想定した避難訓練を実施して
沼倉∙晃子（ぬまくら∙あきこ）1、町田∙由香（まちだ∙ゆか）1、稲澤∙淳一（いなざわ∙じゅんいち）1、後藤∙知江（ごとう∙ともえ）2、
石原∙あゆみ（いしはら∙あゆみ）3

1NHO 下志津病院療育指導科療育指導室、2NHO 下志津病院看護部、3NHO 下志津病院小児科

【はじめに】近年、災害時における障害者の避難計画に係わる関係者会議が行政、通所施設、
保護者で開催され、どこに避難するか、電源をどう確保するか議論されるなど、災害対策
を強化していく動きがある。通園ルームひまわりの保護者からも利用者を通園に預けてい
た時に災害が起きたら、どのように行動したら良いのかとの相談もあり、災害に対する意
識が高まっている。そこで災害時にどう行動するべきか検討し、避難訓練を実施した。避
難訓練の実施を受けて、災害時にどのように保護者と連絡を取り合うのが良いかを検討し
ている過程を報告する。【方法】・令和6年1月25日（木）14時、療育活動時、震度6弱の
地震が1分あった想定でアクションカードを使用し、避難訓練を実施する。実施後、問題点
を確認する。・当園は2階にあるため、どのように利用者を2階から1階まで降りられるか
検討する。・災害時の連絡方法を保護者と当園で検討し、訓練を実施する。【結果および考察】・
訓練後、反省会を実施し、集合場所の変更など改善をした。・通園のベランダにある救助袋
は利用者が使用することは困難であったため、利用者と車いすが別々に1階に降りることと
し、利用者が降りる場合は療育道具「ゆらんこ」を使用し、1階まで降ろすことにした。・通
園ルーム保護者会と協力し、災害用ダイヤルなどを利用した連絡方法の訓練結果は発表に
て報告する。・今回避難訓練を実施したことで、保護者と病院とで災害への意識の共有をす
ることができた。【今後の課題】利用者、保護者が安心して利用できるよう、避難訓練の定
期的実施や、BCPの整備を他職種と連携して体制を整えていく。

P2-142-3
措置児童の他施設移行への取り組み
野坂∙麦帆（のさか∙むぎほ）

NHO 兵庫あおの病院療育指導室

はじめに
措置児童の他施設移行への取り組みとして外出支援を行った事例を報告する。
対象者
本児：A氏・小学部
病名：リンパ管液還流障害・喉頭狭窄（気管カニューレ）
養育困難のため3歳から措置入所となるが、当院に同年代の子がいない、将来的には家でみ
たいとの家族の思いがあり、自宅近くの移行先を探していた。
経過
この度、気管カニューレを抜管できたことで移行先の候補が見つかり、子ども家庭センター
で発達検査を受けてほしいと依頼があった。コロナ禍で外出・外泊を制限しているなかで
はあったが、感染防止と本人の体調に留意しながら、社会経験を積む機会として外出支援
の計画を立てることとなった。
調整事項

【1】移動手段について往路は公共交通機関を利用し、復路は夕食の時間や本人の体調を考慮
しタクシーを予約する。

【2】途中、買い物の機会を設ける。
【3】費用の準備を業務班へ、昼食・水分の準備を栄養科へ依頼する。
【4】看護部と事前カンファレンスを実施する。各関係部署へ相談し、緊急時の対応を決める。
結果
予定通り外出し、発達検査を終えて、帰院することができた。その後移行先が見つかり、
入所前診察・教育相談のため外出が必要となり、同様に対応した。
まとめ
他施設移行に伴う外出支援をきっかけに、公共交通機関を利用する・買い物をするという
社会経験を積むことができた。また、事前カンファレンスを行うことで、多角的に捉え、
綿密な準備をすることができた。外出支援を行う際は患者の特性を踏まえ、当日の流れ・
必要物品・緊急時の対応を考え計画し、多職種との連携・共有を図る必要がある。

P2-142-2
介護力に問題を抱え、退院困難と思われた重症心身障害者を退院に繋げる
アプローチ
遠藤∙碧（えんどう∙みどり）、橘高∙幸子（きったか∙さちこ）、安部∙亜由美（あべ∙あゆみ）

NHO 広島西医療センター看護科

【はじめに】重症心身障害児（者）の看護には個別性の高いケアが要求される。今回、在宅で
の介護力に問題を抱え、退院が困難と思われるA氏が退院するまでの過程を分析し、退院
困難と判断した問題を解決するために有効であった支援を明らかにするため、本研究に取
り組んだ。【目的】家族がA氏の変容を受け入れ、介護体制を整え、退院するまでの過程でチー
ムや多職種の有効な介入を明らかにする。【方法】A氏の電子カルテの記録より情報収集した。
収集した情報より、問題解決のために行ったアプローチを振り返り、得た情報を基に第1期、
第2期に分け、分析ソフトKH Coderを用いてA氏家族の反応と医療者の関わりを分析し
た。本研究は、所属施設の倫理審査委員会の承認を得て実施した。【結果】第1期：共起ネッ
トワークでは骨折等で看護度が高くなったこと、母が変容を受け入れきれず、今までの状
態での退院を望む等の問題が挙げられた。第2期：共起ネットワークでは手技獲得のため
に指導を行ったこと、母だけではなく兄弟も介護に参加することになり介護力が上がった
こと等が挙げられた。【考察】第1期：退院は困難であると決めつけずに、何が問題であり、
その問題をどのように改善していくかカンファレンスを重ねることで退院に繋がった。第2
期：個別性のある資料作成や入院中から退院後の生活を考慮した支援をすることで継続し
た看護が実践されやすくなり、家族の安心に繋がった。【結論】退院は困難であると決めつ
けずに、解決方法を模索し、個別性のある退院支援を行ったことで、家族の安心に繋がり、
A氏が退院することができた。

P2-142-1
療養介護利用者の地域移行の可能性について～ 69歳はじめての一人暮ら
し～
原野∙めぐみ（はらの∙めぐみ）、田中∙真史（たなか∙まさし）、高野∙良介（たかの∙りょうすけ）、永上∙加奈恵（えがみ∙かなえ）

NHO 敦賀医療センター療育指導室

昭和44年から旧国立療養所に入所されている現療養介護利用者のグループホームへの移行
について報告する。当該利用者については、昭和30年2月4日生まれであり脳性麻痺と診
断され当時14歳にて旧国立療養所福井病院に入所する。以降、退院することなく現在の
NHO敦賀医療センターの利用に至っていた。会話によるコミュニケーションが可能であり
入所時から自身の意思の表出は堪能であった。成人期以降、本人は重症児の施設ではなく
本人の状態や認知機能に見合った施設等へ移行したいと考えていたが、本人の母の強い希
望で実行することはできていなかった。令和4年に母が永眠され、改めて本人から「病院を
出たい。これまで母が強くここにいてほしいと言っていたから、ずっと我慢していたが、やっ
ぱり病院の外で生活がしたい」と、相談があり今回のグループホームへの移行につながった。
今報告では、グループホームへの移行にあたり、本人の気持ちの移り変わりや相談等の内
容を細かく検証することで、重度の障害をお持ちの方々が地域へと移行する上でどのよう
なサポートが必要になるか、また日中活動等においてどのような工夫があると良いのかな
どを取りまとめた。そして、地域へと移行した後の生活はどのようなものであるかと本人
から聞き取ったリポートも含め、今後療養介護利用者が地域移行していく可能性について
提案する。最後に当該利用者本人の思い等を添え、障害をも持たれている方々それぞれの
思いや希望に合った地域移行について所感を述べる。
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P2-143-1
発達障碍者に発症した腎原発混合性上皮間質腫瘍の一例
永瀬∙晶（ながせ∙あきら）、平井∙耕太郎（ひらい∙こうたろう）、横溝∙由美子（よこみぞ∙ゆみこ）、伊藤∙由希（いとう∙ゆき）、
村山∙純一（むらやま∙じゅんいち）、佐藤∙和貴（さとう∙かずき）、千葉∙佐和子（ちば∙さわこ）

NHO 横浜医療センター泌尿器科

症例：　55歳女性。発達障碍、重度難聴、親族は無く施設入所中。右側腹痛を伴う16cm
の腎腫瘍に対して精査・加療目的に当院へ紹介受診となった。既往・併存疾患は高血圧、
躁うつ病、イレウス、重度難聴。CT上軽度の造影効果を認める多嚢胞性腫瘤であり、画像
による確定診断は困難であった。発達障碍及び精神障害かつ重度聴覚障害を併発している
ため、施設担当者と十分な相談の上、経皮的腎生検を施行し腎原発混合性上皮間質腫瘍の
診断となった。自己判断が困難な中、症状改善を目的として手術療法を選択した。社会的
背景も重要な要素であり文献的考察も交え報告する。

P2-142-7
新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修
を実施して-参加者のアンケート結果と考察-
松木∙泰地（まつき∙たいち）1、西巻∙靖和（にしまき∙やすかず）2、稲澤∙淳一（いなざわ∙じゅんいち）3、恩智∙敏夫（おんち∙としお）4、
古賀∙聖子（こが∙せいこ）5、靏田∙久美子（つるた∙くみこ）6、大柳∙和宣（おおやなぎ∙かずのぶ）7

1NHO あきた病院療育指導室、2NHO 小諸高原病院療育指導室、3NHO 下志津病院療育指導室、 
4NHO 茨城東病院療育指導室、5NHO 肥前精神医療センター療育指導室、6NHO 菊池病院療育指導室、 
7NHO 北海道医療センター療育指導室

【はじめに】感染対策を講じながら事業継続に取り組んだNHOの知見を広めるべく、
COVID-19に関する運営交付金事業を活用して、令和4年度から令和5年度にかけて「新型
コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修会」を4回開催した。
各回約400アカウント、のべ総数1000アカウント以上の閲覧があり、参加後にアンケー
ト調査を行った。アンケート結果から本研修は概ね好評であり、研修の意義を確認できた。
この結果から療育等の研修の意義や在り方について考察したので報告する。【目的】本研修
のアンケート結果から療育等における研修の在り方について考察する【方法】1．本研修参加
者にアンケート調査（Googleフォーム）2．期　間：令和4年9月～令和6年2月3．質問
項目を分類、単純集計【結果】アンケートの回答は411件だった。質問は「開催形式につい
て」「研修会で有意義だった点」「今後の職務に生かせる点」「本研修会に関する意見等」の
項目とした。回答より「オンラインが適切」は9割を超え、アーカイブ配信も好評だった。「具
体的な事例を通して再認識できた」「感染対策を講じて工夫された内容で参考になった」「継
続を希望」等の意見があった。また「もっと具体的な業務内容が知りたい」「今回の領域以外
についても実施希望」等の改善に向けての意見もみられた。【考察・まとめ】本研修は、コロ
ナ禍での悩みや学びの共有が今後の支援に繋がる機会となりNHOとしての役割も果たし有
効であったと考える。今後も社会情勢の変化に左右されることなく利用者の生活が豊かに
なるよう、福祉職として多職種・多施設での連携の場となる研修の形を模索し、継続が必
要であると考える。

P2-142-6
新型コロナウイルス禍における重症心身障害領域の療育等オンライン研修　
実施報告
恩智∙敏夫（おんち∙としお）1、西巻∙靖和（にしまき∙やすかず）2、稲澤∙淳一（いなざわ∙じゅんいち）3、古賀∙聖子（こが∙せいこ）4、
靏田∙久美子（つるた∙くみこ）5、大柳∙和宣（おおやなぎ∙かずのぶ）6、松木∙泰地（まつき∙たいち）7

1NHO 茨城東病院小児科診療部療育指導室、2NHO 小諸高原病院小児科療育指導室、 
3NHO 下志津病院療育指導科療育指導室、4NHO 肥前精神医療センター療育指導科療育指導室、 
5NHO 菊池病院療育指導科療育指導室、6NHO 北海道医療センター療育指導室、 
7NHO あきた病院療育指導科療育指導室

【はじめに】
COVID-19に関する運営交付金事業を活用し、NHO病院の療育指導室を中心に症例を募り、
新型コロナウイルス禍における療育活動実践報告会を実施した。令和4年度から令和5年度
末まで、「新型コロナウイルス禍の重症心身障害領域における療育オンライン研修会」を全
4回開催した。NHO主催の研修会は特設webサイトを通じて公法人立施設等にも広く発信
され、NHO療育専門職協議会や重症心身障害ネットワーク院内感染対策担当者部会との協
働によって運営された。

【研修の概要】
・第1・2回のテーマ：コロナ禍における生活・療育支援のカスタマイズ
・第3回のテーマ：コロナ禍から学んだ療育・生活支援のカスタマイズ
・第4回のテーマ：療育・生活支援のカスタマイズ
各回では「院内の日中活動」「社会参加・外出支援環境」「家族等とのコミュニケーション」「在
宅支援環境」の4つのテーマに分けて討論形式で行われた。リモート開催によって広範な視
聴者に配信され、第3・4回では現地での運営も行われた。質問はグループチャットで随時
受け付け、対応した。

【研修の成果】
研修を通じて、新型コロナウイルス感染症に関する各施設の取り組みや利用者・職員の経
験が共有された。NHOの取り組みを公法人立の施設等とも共有できたと考えられる。また、
共通として、「どうしたら実現できるか」を考える姿勢が打ち出され、院内感染担当部門と
の連携の重要性も確認された。今後もワーキンググループを中心に療育・生活支援のカス
タマイズに取り組んでいく。

P2-142-5
コロナ禍で停滞・縮減していた「家族（会）支援」の再構築の取り組み～高齢
化やサービス利用対象者の拡大による諸課題の整理～
山崎∙宣之（やまざき∙のぶゆき）、神永∙彩那（かみなが∙あやな）、土肥∙守（どい∙まもる）

NHO 釜石病院小児科療育指導室

【はじめに】重症心身障がい病棟の運営は、当事者及び家族等団体と歩みを進めてきた。数
年来のコロナ禍感染対策により停滞・縮減していた家族会・守る会の活動再開の支援、連
携の再構築に取り組んでいるが、家族の高齢化の進んでいる実態、また障害福祉サービス
利用対象障がいの拡大により、利用対象疾患・障がいの多様性から、家族会への加入控え
や滞りも増加、管内では役員の担い手不足、更には家族会を解散する施設もある実態を踏
まえ、家族（会）等支援の再構築に取り組んでいる経過を報告する。【方法】コロナ禍従前に
戻りつつある定例総会や守る会県大会への積極的参画、昨年報告した成年後見センターと
の連携による親族受任者の集い等の取り組みの継続。また、高齢化する親族受任者のニー
ズにアプローチし、後継後見への選任変更支援や、療養介護利用対象（重症心身障がい以外）
の実態や家族の想いについて、アンケートを実施、分析する。【結果】5類移行後初の総会集
合型開催の経過から、参加率等を整理し、高齢化等に起因されると考えられる家族の実態
を分析する。また、親族後見受任者への勉強会の開催や今後の見通しから、ご家族へのア
ンケート調査等から見えてくるニーズの整理と、専門機関との連携による選任手続き支援
を行った経過を報告する。【考察】コロナ禍以前の取り組みに戻しつつ、現在のご家族の実
態を把握していきながら、今後の「家族（会）支援」、連携した歩みの再構築の一考を分析す
る。【さいごに】家族（会）、守る会等とは、重症心身障がい病棟の運営を共に歩んできた経
過がある。現状における様々な課題と向き合いながら、連携・協働体制の支援の再構築を図っ
ていきたい。
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P2-143-5
HoLEPの適応；基礎疾患のある高齢患者についての検討
甲藤∙和伸（かっとう∙かずのぶ）、下地∙覚（しもち∙さとる）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター泌尿器科

前立腺肥大症の外科的治療について、最近では、より低侵襲な手術方法が導入されている。
当院では、平成26年よりHoLEPを導入し、年間20－30例程度手術を行っており、今ま
でに約200例の症例を経験した。HoLEP手術の経験では、従来のTUR-Pと比較すると、入
院期間も短く、出血などのリスクも少ないように思われ、ここ数年は、当初に比べて徐々
に適応症例の範囲を広げている。そのため、高齢者にも積極的にHoLEPを勧めていた。一
昨年、超高齢者症例に重大な合併症を経験した。そのため、当院の経験症例のうちASAリ
スクスコアー Class4，5の患者について、どのような経過であったのか評価した。対象と
なった症例は、8例であった。入院日数はやや長期になる傾向があったものの、その他の症
例と比較して、バルン抜去までの日数、手術時間、出血量などは大きな差は認めなかった。
いままでの経験や文献からHoLEP適応について検討し、どのような症例に対して、HoLEP
を行えばよいか検討してみる。

P2-143-4
抗GBM抗体, MPO-ANCA同時陽性急速進行性糸球体腎炎（RPGN）に対
して選択的血漿交換を行った1例
山野井∙彪（やまのい∙たける）

NHO 東広島医療センター統括診療部

【演題】抗GBM抗体, MPO-ANCA同時陽性急速進行性糸球体腎炎（RPGN）に対して選択
的血漿交換を行った1例【緒言】Goodpasture症候群に対する治療としては可及的に自己
抗体を除去する目的で血漿交換療法が推奨されており, 肺胞出血や腎生検後の出血リスク
を考慮し本症例では選択的血漿交換療法を行った.【症例】84歳女性, 見当識障害を主訴に
救急外来を受診した. 血液検査にてBUN132.2mg/dL, Cre18.50mg/dL, eGFR1.7mL/
min/1.73m2と腎機能の低下を認め, 検尿異常を伴っており急速進行性糸球体腎炎が疑わ
れた.【経過】末期腎不全による高K血症及び代謝性アシドーシスに対して緊急で透析を行
なった. 血清学的検査から抗GBM抗体及びMPO-ANCA陽性のdouble positive RPGNと
診断した. 腎生検では糸球体に半月体形成, 半月体性硬化がみられ, 尿細管間質にはリンパ
球浸潤, 髄質内尿細管には硝子円柱を認め半月体性糸球体腎炎の像を呈していた. 抗GBM
抗体陽性RPGNの治療に準じて血液透析を継続しながらステロイドパルス, および血漿交
換を検討したが, 患者の血液型がAB型RH-であり, 十分量の新鮮凍結血漿FFPを確保する
ことができなかった.そのため凝固因子の低下が少ないアルブミン置換での選択的血漿交換
療法を行う方針とした.【考察】抗GBM抗体型RPGNは腎予後予後が悪く肺胞出血を伴えば
生命予後も著しく不良となるため抗GBM抗体, MPO-ANCA同時陽性RPGNでは初期治療
は早期に開始し, 抗GBM抗体型RPGNの治療に準じることとされている. 抗GBM抗体型
RPGNに対する選択的血漿交換に関する報告は少ないが, 本症例はその有用性を検討するの
に貢献できる可能性がある.

P2-143-3
急速進行性糸球体腎炎を呈した顕微鏡的多発血管炎に対してアバコパンに
よる治療を行った1例
須磨∙則正（すま∙のりまさ）1、小野∙桃子（おの∙ももこ）2、広松∙悟（ひろまつ∙さとる）2、末永∙敦彦（すえなが∙あつひこ）2、
野中∙康徳（のなか∙やすのり）2

1NHO 嬉野医療センター教育研修部、2NHO 嬉野医療センター腎臓内科

【症例】72歳女性．16年前から2型糖尿病で治療中．血糖管理は良好で腎機能はeGFR 60 
mL/min/1.73m2以上で推移していた．X年2月の健診でeGFR 46 mL/min/1.73m2，4
月の近医検査でeGFR 29.5 mL/min/1.73m2と腎機能低下を認め当科紹介．倦怠感と食欲
不振があり2カ月で10kg体重が減少していた． 血液検査で腎機能障害（Cr 1.89 mg/dL，
eGFR 21 mL/min/1.73m2）と炎症反応（CRP 3.1 mg/dL），尿検査で糸球体血尿（RBC 
20-29 /HPF）と蛋白尿（UP/Cr 1.58 g/gCr）を認め，急速進行性糸球体腎炎と診断した．
入院し第1病日に腎生検を施行．第3病日にMPO-ANCA陽性（ 387 IU/mL）が判明し，顕
微鏡的多発血管炎（MPA）と診断，第4病日よりプレドニゾロン20mg/日（≒0.5mg/kg/
day）+アバコパン60mg/日，第8病日よりリツキシマブ（RTX）375mg/m2/週による寛
解導入療法を開始した．腎組織所見は半月体形成性糸球体腎炎であった．治療開始後，速
やかに倦怠感と食欲不振は改善し，炎症反応低下（CRP 0.48 mg/L），MPO-ANCA低下（253 
IU/mL），検尿所見の改善（RBC 5-9 /HPF，UP/Cr 0.46 g/gCr）がみられた．一方で腎機
能はCr 1.88 mg/dL，eGFR 21 mL/min/1.73m2と横ばいであった．ステロイド副作用
として血糖上昇がみられたが，その他有害事象はなかった．【考察】アバコパンのANCA関
連血管炎に対する有効性は証明されたが，その投与方法は確立していない．現在MPAの寛
解導入療法は高用量ステロイド+シクロホスファミドor RTXであるが，アバコパンが高用
量ステロイドの代替になりうるとされる．今回MPAに対して，低用量ステロイドとアバコ
パンの併用療法で寛解導入を行い有効であった．またステロイド副作用も血糖上昇のみに
留めることができた．

P2-143-2
ミトコンドリア腎症の若年女性に対してタウリンによる治療を行った1例
福本∙絵美菜（ふくもと∙えみな）1、谷∙浩樹（たに∙ひろき）2、平塩∙秀磨（ひらしお∙しゅうま）2、立山∙義朗（たちやま∙よしろう）3、
今澤∙俊之（いまさわ∙としゆき）4、岡崎∙康司（おかざき∙やすし）5、村山∙圭（むらやま∙けい）5

1NHO 広島西医療センター統括診療部、2NHO 広島西医療センター腎臓内科、 
3NHO 広島西医療センター病理診断科、4NHO 千葉東病院腎臓内科、 
5順天堂大学大学院医学研究科難治性疾患診断・治療学

【症例】23歳，女性. 【現病歴】20歳頃，高血糖を指摘されたが，減量により無治療で改善した. 
健診で2年連続尿蛋白を指摘され，当院腎臓内科を受診した. eGFR 83.5 mL/分/1.73m2，
UPCR 1.39 g/gCrであり，腎生検を実施した. PAM-HEで糸球体上皮細胞にミトコンドリ
ア蓄積を疑う赤染部位，集合管細胞を中心に典型的なgranular swollen epithelial cells
を認めた. 電顕でも糸球体上皮内にミトコンドリアの増生を認め，遺伝学的検査にて既知の
m.3243A＞G病的バリアントを同定し，ミトコンドリア病と診断した. 加えて腎組織を用
いたミトコンドリア酵素活性測定にて酵素活性の低下も確認された. タウリンによる治療を
開始したが，1年以上の経過にてUPCR・eGFR値は不変である. 【考察】ミトコンドリア病は，
腎障害を生じることがある遺伝性疾患である. 本例は未経産の若年女性であるが，高度尿蛋
白とFSGS様の硬化糸球体割合が多く，今後の妊娠・出産は困難と予想する. 腎生検組織か
らある程度の診断は可能であるが，確定診断には遺伝学的検査が必要である. 
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P2-144-2
能登半島地震における国立病院機構初動医療班としての経験と課題
伊藤∙武（いとう∙たけし）、田中∙一葉（たなか∙かずは）、濱田∙真奈美（はまだ∙まなみ）、藤∙弘明（ふじ∙ひろあき）、
細江∙慎吾（ほそえ∙しんご）、石田∙泰隆（いしだ∙やすたか）、山内∙圭太（やまうち∙けいた）

NHO 豊橋医療センター外科

国立病院機構初動医療班の任務として自治体、避難所の情報収集と救護活動を行うことと
されている。2024年1月1日に発生した能登半島地震に、国立病院機構初動医療班第1班
として活動を行ったので報告をする。能登医療圏活動拠点本部指示のもと、救護所の運営
にあたっていた日本赤十字社と協力し、2024年1月5日～ 6日に七尾市、穴水町、志賀町
の避難所をスクリーニングした。1月6日からは静岡医療センター、東名古屋病院医療班が
加わり、機構本部とNHO医療班でLINEグループを作成し情報共有を行いながら活動にあ
たった。スクリーニングにおいては、腸閉塞疑いの患者を金沢市内の病院へ搬送依頼を行っ
た。熱傷患者の処置や、処方薬の紛失に対し、処方等の対応を行った。1月7日からはスクリー
ニングから医療ニーズのありそうな避難所を訪問。食生活、環境の変化から便秘になる患
者、発熱患者、精神的な不安を訴えられる避難者に対し処方、傾聴などを行った。当院が
ある愛知県東部では雪は殆ど降らないため、スタッドレスタイヤが無く、年始で店も開い
ていないため調達に難渋した。指揮命令系統に関し、DMATの活動拠点本部に入ったため、
DMATとしての活動を指示されたが、DMAT資格を持っていないメンバーもおり、医療班
用装備で来ているため、DMATとしての活動は困難と考えられ、本部と交渉し、本来の医
療班の活動へ変更となり、避難所のスクリーニング等の活動を行うこととなった。発熱患
者に対するインフルエンザ、コロナの簡易キット、休薬が危険な甲状腺ホルモン等や、高
血圧で多く処方されているARB、熱傷用の軟膏などを医療班の薬剤リストに加えると良い
と考えられた。

P2-144-1
令和6年能登半島地震を富山県氷見市で被災し当日夜に金沢市へ戻り登院
した内科（呼吸器）医の行動経過
田上∙敦朗（たがみ∙あつろう）1,2,6、丸箸∙圭子（まるはし∙けいこ）3,4、吉田∙幸（よしだ∙みゆき）5,6、中田∙聡子（なかだ∙さとこ）7、
本崎∙裕子（もとざき∙ゆうこ）8、高橋∙和也（たかはし∙かずや）1,8、駒井∙清暢（こまい∙きよのぶ）8、中谷∙晶光（なかたに∙あきみつ）9、
石田∙千穂（いしだ∙ちほ）8

1NHO 医王病院呼吸器障害･感染症治療研究室、2NHO 医王病院内科、3NHO 医王病院小児科、 
4NHO 医王病院医療安全管理室、5NHO 医王病院看護部、6NHO 医王病院呼吸ケア管理室、 
7NHO 医王病院研究検査科、8NHO 医王病院脳神経内科、9NHO 医王病院事務部

【緒言】最大震度7を記録した令和6年能登半島地震（R6能登地震）当日､ 当院（病院）は前年
の災害訓練を活かして本部を設置し的確に対応した｡ 自分自身は震源地に近い隣県で被災
した｡ その際の自身の行動から病院対応のサイドストーリー的な災害対応を報告する｡

【方法】R6能登地震当日･翌日の自身の行動経過を記述し､ 後方視的に検討する｡
【結果】配偶者の実家に家族で帰省中に富山県氷見市（震度5強）で被災｡ 飾瓦損壊･室内家
具転倒が有ったが､ 負傷者は無かった｡ 病院（震度5強）で試験運用中だった安否確認シス
テムを利用して､ 名古屋市（震度4）に帰省中の事務部長から状況報告メールが配信された
｡ 当直医･呼吸器関連特定看護師からLINEで情報提供があった｡ 自身は早急に登院する必
要は無いと判断し､ LINEにて本部からの了解を得た。安否確認システムの水害想定訓練時
に得ていた道路状況配信WebサイトなどのWeb情報インフラと知人情報から､ 通行止め
地域とトンネル（=山間部）を出来るだけ避けたルートを策定し、夜間に車移動で帰宅した｡
自宅の被災はほぼ無く､ 家族は自宅に残り､ 自身は22時に病院に到着した｡ 本部は解散後

（院長は在院）であり､ 本部で使用していた被災･対応情報が列記されたホワイトボードから
､ 翌日に気管支鏡の稼働可否を確認し､ 結果を同ボードに記載すると共に安否確認システ
ムを用いて職員にWeb･メール配信した｡

【結論】震源地に近い隣県での院外被災に際し､ 各種情報インフラを利用して対応した｡ そ
の中でWeb･メール一斉配信による安否確認システムは極めて有用であった（本発表は自身
の被災が軽度であった上でのことであり､ 今回の地震で甚大な人的･物的被害に遭われた方
に心よりお見舞い申し上げます）｡

P2-143-7
ロボット支援腹腔鏡下前立腺全摘除術の初期経験
桐島∙史明（きりしま∙ふみあき）、望月∙英樹（もちづき∙ひでき）、椎野∙裕登（しいの∙ゆうと）、西田∙健介（にしだ∙けんすけ）

NHO 東広島医療センター泌尿器科

【緒言】当科では今回、da Vinci XiTMを導入し、ロボット支援腹腔鏡下前立腺全摘除術（RARP）
を開始した。当科の初期成績を従来の腹腔鏡下前立腺全摘除術（LRP）と比較検討すること
で、RARPが安全かつ有効に導入されているか検討した。【対象と方法】2023年12月から
2024年5月まで前立腺癌に対して施行したRARPの初期症例21例を対象とした。比較と
して2022年1月から2023年11月までLRPを施行した89例を用いた。RARPの術者は、
術者A：泌尿器ロボット支援手術プロクター、術者B：ロボット支援下手術の経験がない医
師の2名が行った。背景因子として年齢、BMI、術前PSA、臨床病期、生検グリソンスコア
を比較した。周術期成績として、全手術時間、気腹時間、術中出血量、開腹手術への移行、
術中合併症、術後早期合併症、尿道カテーテル留置期間、術後入院期間を比較した。RARP
のコンソール時間のlearning curveを検討した。【結果】背景因子では、両群間で有意差は
なかった。周術期成績では、全手術時間及び、気腹時間はLRP（平均127分）に比べRARP

（平均150分）で有意に長かった。一方、術中出血量は、LRP（平均319 ml）に比べRARP（平
均103 ml）で有意に少量であった。術中合併症、術後合併症、バルーン留置期間、入院期
間に有意差はなかった。平均コンソール時間は術者A：120分。術者Bは146分で急速な
learning curveが示された。【結語】当科におけるRARPの初期経験を報告した。当科によ
るRARP導入は、安全かつ有効に行われた。

P2-143-6
当院における限局性前立腺癌へ強度変調放射線治療（IMRT）を施行した初
期経験
張∙大鎮（ちょう∙たいちん）1、瀬口∙健至（せぐち∙けんじ）2、山中∙優典（やまなか∙まさのり）2、
三上∙明彦（みかみ∙あきひこ）1、苫米地∙修平（とまべち∙しゅうへい）3、柏崎∙清貴（かしわざき∙きよたか）3、
佐藤∙亮太（さとう∙りょうた）1、堀部∙光子（ほりべ∙みつこ）1

1NHO 東京病院放射線科、2NHO 東京病院泌尿器科、3NHO 東京病院放射線科技術部門

【目的】当院における限局性前立腺癌に対するIMRTの治療成績および有害事象について後方
視的に検討した。【方法】2020年4月から2024年6月まで限局性前立腺癌に対してIMRT
を施行し1年以上経過を追跡できた17例を対象とした。線量分割は74Gy ／ 37Frが7例、
70Gy ／ 35Frが8例、66Gy ／ 33Frが2例、ハイドロゲルスペーサーは2021年5月から
7例に留置した。生化学的再発はPhoenixの定義を用い、臨床的再発は画像上の新規病変
出現とし、生存期間等はカプランマイヤー法で解析した。有害事象はCTCAEv5．0を用い
て評価した。【成績】年齢は中央値75歳（52―86）、PSは0 ／ 1＝16 ／ 1例、観察期間は
中央値27か月（13―45）、リスク分類は低／中／高＝2 ／ 7 ／ 8例、ホルモン療法は高リ
スクのみ6例で、その完遂期間（3例）が中央値35か月（33―36）、現治療中が3例。再発
は生化学的再発＝臨床的再発1例、再発までの期間が27か月、死亡は他病死（食道癌）1例
のみで、3年の全生存率、全無再発率は93％、90％であった。急性期尿路系有害事象は尿
閉Grade3が1例、直腸膀胱隙膿瘍（ハイドロゲルスペーサー留置）Grade3が1例、急性
皮膚炎はGrade2が1例であったが、晩期尿路系有害事象は頻尿Grade2が1例で、急性お
よび晩期の消化器系有害事象（直腸炎／直腸出血）は認めなかった。【結論】当院の治療成績
は諸報告と比較して、ほぼ同等と示唆したが、症例数が少なかったことと短期間観察なの
で今後も症例を集めながら、長期的に観察していくと考えている。
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P2-144-6
令和6年能登半島地震における国立病院機構（NHO）医療班活動、DMAT
資格を持つ薬剤師の活動報告
古賀∙和馬（こが∙かずま）1、大倉∙裕祐（おおくら∙ゆうすけ）1、大野∙開成（おおの∙かいせい）2、松村∙唯永（まつむら∙ゆいと）3、
下江∙竜祐（しもえ∙りゅうすけ）4、奥家∙弓美子（おくいえ∙ゆみこ）4、久住∙倫宏（くすみ∙のりひろ）5

1NHO 岡山医療センター薬剤部、2NHO 岡山医療センター臨床工学室、 
3NHO 岡山医療センター経営企画室、4NHO 岡山医療センター看護部、 
5NHO 岡山医療センター泌尿器科

＜はじめに＞2024年1月1日石川県能登地方を震源とする令和6年能登半島地震が発生し
た。1月4日NHO金沢医療センター内に現地災害対策本部設置され、1月5日NHO医療
班活動を開始した。＜経緯＞NHO本部の依頼により、1月14日派遣メンバーを確定した。
構成員は医師1名、看護師2名、事務1名、薬剤師1名で、全員が日本DMATもしくはロー
カルDMATを所持していた。今回の派遣では、日本DMATの資格を持つ薬剤師をロジス
ティックリーダーとした。薬剤師は活動を終えた医療班からの報告や、EMISや岡山県調整
本部からの情報を活用しミーティング資料を作成した。1月18日作成した資料を用いて、
ミーティングを行い想定される活動内容の共有と医療活動の方針を決定した。ミーティン
グの結果から携行する物品の選定を行った。後日、携行する物品の使用方法の練習を行った。
活動は1月22日金沢へ移動を開始し1月23日から1月25日まで輪島地区で活動を行い翌
日帰院した。輪島地区での活動中に情報共有を目的として、活動日毎に報告書を作成し中
国四国グループ薬事専門職を通じて中国四国グループ各病院の職場長へ共有を行った。＜
まとめ＞事前に携行する物品を共有や使用方法の練習を行うことで、活動を円滑に行うこ
とができた。NHO医療班では各医療班内に薬剤師を派遣することが推奨されているが、災
害拠点ではない病院からも派遣されることがあり災害派遣に慣れていない薬剤師が派遣さ
れる可能性がある。その為特にロジスティックにおいて、同時に派遣される事務員へ負担
が大きくなる可能性がある。それを解決するには、後続隊を含む情報共有方法の確立に加え、
職種を超えた連携や平時からの教育が重要であると考えられる。

P2-144-5
令和6年能登半島地震への医療班派遣における薬剤師としての活動報告
東島∙幸道（ひがしじま∙こうどう）1、宮本∙昂征（みやもと∙こうせい）2、草場∙加好（くさば∙かよ）3、戸島∙和美（としま∙かずみ）3、
高尾∙信一郎（たかお∙しんいちろう）4、山脇∙一浩（やまわき∙かずひろ）5

1NHO 嬉野医療センター薬剤部、2NHO 福岡東医療センター企画課、 
3NHO 福岡東医療センター看護部、4NHO 福岡東医療センター消化器内科、 
5NHO 福岡東医療センター薬剤部

【緒言】令和6年能登半島地震に対して、福岡東医療センター（以下当院）は医療班を派遣し
た。【目的】医療班での薬剤師としての活動を報告し、同行の有用性や活用法について考察
する。【医療班活動】当院より派遣した医療班は、消化器内科医師1名、看護師2名、ロジ1
名、薬剤師1名の5名構成である。活動期間は令和6年1月20日から1月24日であり、主
に避難所への巡回診療および避難環境のアセスメントを行った。【薬剤師活動】携行医薬品
選定・準備、避難者の常用薬の内容確認、災害処方箋の代行作成・調剤・薬剤交付等を行っ
た。携行医薬品はNHO先遣隊からの情報、医師・薬剤部長との打合わせをもとに選定した。
常用薬の確認時、一包化された薬剤の情報が無い事例では、識別記号から薬剤を同定し抗
血小板薬を含んでいることが確認できたため、血栓予防のために水分摂取や下肢の運動な
どを指導した。またSGLT2阻害薬を服用されている高齢女性に対し、尿路感染のリスクを
お伝えし適度な飲水と陰部の清潔保持を指導した。発行した災害処方箋は10枚であり、鎮
咳薬、抗菌点眼薬、解熱鎮痛薬などを交付した。【考察】災害医療班の活動において、ハイ
リスク薬への介入や常用薬の同定が可能な薬剤師の同行は有用であると考える。医師の診
察と並行して薬剤師が災害処方箋を代行作成することで効率のよい診療を行えたと考える。
また、携行医薬品選定の際は、腎機能に応じた用量調節が不要なもの、相互作用の少ない
もの、できれば口腔内崩壊錠を選択すべきと考える。さらに、避難所では呼吸器感染症や
感染性腸炎などの流行が報告されており、手指衛生や消毒薬の適正使用を指導することも
必要と考える。

P2-144-4
令和6年能登半島地震の亜急性期における南和歌山医療センター医療班の
活動報告
中田∙賢（なかた∙まさし）、高島∙実希（たかしま∙みき）、川上∙智広（かわかみ∙ともひろ）、喜田∙孝史（きだ∙たかし）、
池上∙良一（いけがみ∙りょういち）、古川∙順章（ふるかわ∙のぶあき）

NHO 南和歌山医療センター薬剤部

【はじめに】
令和6年1月1日発災の石川県能登半島地震に対し、南和歌山医療センターでは国立病院機
構の初動医療班として、医師1名・看護師2名・薬剤師1名・事務1名の災害派遣医療チー
ムを結成した。移動日を含め1月8日から1月12日までの5日間被災地に赴き、石川県輪
島市内で活動を行った。

【活動内容】
輪島市内の避難所を巡回し、避難者数や電気・水道などライフライン状況の聞き取り調査
を行い、輪島市保健医療福祉調整本部へ報告した。その他、感染症蔓延防止のため衛生管
理の注意喚起などを行った。避難所内では必要に応じて診察に同行し、医薬品が必要と判
断された際は災害処方箋を交付した。

【結果と考察】
災害現場では状況が刻々と変化するため、避難所の評価・報告を迅速に行うこと、医療班
が活動を通して繰り返し問題点やニーズの変化を把握することが重要であると再認識した。
平時では医療機関で交付された処方箋が保険薬局へ渡り調剤されるのに対し、災害時は派
遣された医療班の医師が災害処方箋を発行し、持参の医薬品もしくはモバイルファーマシー
で医薬品が調剤・交付される。このような災害現場ならではの医薬品の患者への供給を経
験し理解を深めることができた。診察に同行した際には常用薬の処方内容を確認できなかっ
た事例を経験した。このように災害時は平時より情報を確認する方法が少ないため、患者
情報が1冊に集約されているお薬手帳の重要性を再認識し、日々の病棟業務でお薬手帳の意
義を伝えていく必要性を感じた。今後は経験したことを活かし、院内訓練や災害時を意識
した地域の保険薬局との連携に役立てていきたいと考えている。

P2-144-3
令和6年能登半島地震におけるNHO広域災害派遣看護師第1班としての
取り組み
鳥越∙俊宏（とりごえ∙たかひろ）1、磯部∙雄一（いそべ∙ゆういち）2、上田∙幸枝（うえだ∙ゆきえ）3、神∙拓也（じん∙たくや）4

1NHO 福山医療センター看護部、2NHO 九州医療センター看護部、3NHO 長崎医療センター看護部、 
4NHO 青森病院看護部

【はじめに】令和6年1月1日に発生した能登半島地震において被災地支援のため広域看護
師派遣要請があり、国立病院機構から第1班として被災地で病院支援を行った。事前情報
が少なかった中、施設や経験の異なる看護師が一つのチームとして支援するための活動や
後続チームへの引き継ぎなど、現地スタッフの負担軽減に寄与しながら協同できるように
取り組んだことを報告する。【取り組み】1.チームビルディング2.状況報告と調整依頼3．
DMATとの連携4.次班へのシームレスな引き継ぎ【結果】現地スタッフへ相談・報告する役
割の1本化や現地の状況・必要物品など機構本部へ情報提供することにより、次班のリー
ダー配置やスムーズな活動に繋がった。DMATが持つ地域や診療業務に関する情報を共有
したことにより現地看護師に繰り返し確認することが減少した。写真入りの施設案内や業
務マニュアル・引き継ぎ書の作成により次班へのスムーズな活動開始に繋がった。【考察】
一班の活動期間は4日間と短く、被災状況を把握し支援に必要な情報を次班へスムーズに
引き継げる体制の構築が重要である。また異なる施設の看護師が一つのチームとなり行動
するため、平時から派遣看護師としての心構えを持てる教育や派遣看護師同士が参集前に
情報交換できるシステム作りが課題と考える。【おわりに】現地の方は、復興がいつになる
かわからない中で生活を送っている。派遣看護師として現地スタッフに寄り添い、心身の
負担軽減につながるよう活動していく必要がある。全国で様々な災害が発生している今日、
私たちは医療者として災害看護について専門的な知識や技術を身に着け、日頃から災害に
備えておかなければならない。
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P2-145-3
人工呼吸器使用者の安全かつ効果的な気管切開孔からの吸引圧に関する文
献検討
神戸∙菜奈（かんべ∙なな）1、座間∙彩奈（ざま∙あやな）1、辻∙志織（つじ∙しおり）1、櫻井∙和香（さくらい∙わか）1、
菊池∙麻由美（きくち∙まゆみ）2

1NHO 箱根病院看護部、2東邦大学看護学部

【はじめに】当院は神経・筋難病医療を専門としており、療養介護病棟に入院している患者
の約60％以上が人工呼吸器を使用している。長期間の気管カニューレ留置により、痰の量
が多く粘稠度が高いため、吸引圧は200mmHg（以下単位省略）以上にしなければ、効果的
な気道浄化が図れない。しかしガイドラインよると、成人の適正吸引圧は150以下であり
相違がある。そのため、根拠に基づいた看護実践ができていない現状にある。【目的】気管
切開孔からの人工呼吸器使用者に対し、安全かつ効果的な吸引圧を検討する。【方法】文献
検討【結果】安全な吸引圧は、13件の文献によると～ 150：3件、～ 200：5件、～ 225：
2件、～ 400：1件、～ 50（3孔式）：1件、抽象的な記載で読み取れない：2件であった。

【考察】200以下が気管切開孔からの人工呼吸器使用者に対する安全かつ効果的な吸引圧で
あり、200以上で吸引する場合は、吸引時間、チューブのサイズ、孔の数等十分なアセス
メントが必要である。高い吸引圧での吸引は、粘膜損傷を起こす可能性があり、出血性疾
患や抗凝固薬の使用の有無を確認する必要がある。また、マニュアルの修正や看護師が安
全な吸引についての知識をもつことや、痰の性状をコントロールすることが重要である。【結
論】安全かつ効果的な吸引圧について明確な結果を得ることは出来なかった。結果を踏まえ、
当病棟での人工呼吸器使用者の吸引圧を200以下が望ましい。200以上で吸引する場合は、
考察を考慮した吸引を実施するために気道内出血等ハイリスク患者の看護計画を立案する
ことや院内の基準の見直しに向けた取り組みを検討していくことが必要である。

P2-145-2
慢性呼吸器疾患における「介助聴診」の有効性
中嶋∙宏（なかじま∙ひろし）

NHO 奈良医療センター看護部

【はじめに】昨年までの研究で重症心身障害児（者）に「介助聴診」を実施し、有効な排痰援助
に繋げる事が出来た。肺自体に病変がある対象でも介助聴診は有効であるかと考え、その
第一段階として介助聴診で副雑音の聴取回数がどのように変化するか検証した。【用語の定
義】介助聴診：呼吸介助により換気量が増大した状態で同時に行う聴診。【目的】「介助聴診」
を実施する事で、副雑音の聴取回数が変化するか検証する。【倫理的配慮】本研究で知り得
た個人情報の管理、自由意志に基づく研究参加について対象者の家族から紙面にて同意を
得た。【対象】A病棟に入院中の慢性呼吸器疾患患者で、分泌物貯留によりSPO2の低下が
認められる5名。【期間】2023年10月6日～ 12月29日【方法】週1回対象患者の聴診を実
施し、通常聴診時と介助聴診時の副雑音の聴取回数を比較する。【結果】介助聴診を実施す
る事で、副雑音の聴取はA氏30%、B氏50%、C氏43%、D氏20％、E氏28％それぞれ
増加した。【考察】対象の5名のうちA氏についてはVCVモードで換気量が担保されており、
D氏E氏についてはある程度自力で痰を喀出しようとする意思がある為、聴取回数はそれほ
ど増加しなかった。聴診回数の増加率が高かったB氏C氏については、自分で排痰しようと
する意思がなく普段の換気量も200ml ～ 300mlで少ない状態だった。この事から、普段
から換気量の少ない症例で副雑音が多く聴取される傾向があった。介助聴診により、通常
の聴診では聞こえない副雑音を聴取出来る事で排痰援助に繋げる事が出来ると考える。【結
論】介助聴診を実施することで副雑音の聴取は20 ～ 50％増加し、特に換気量の少ない症例
において増加率が高かった。

P2-145-1
在宅酸素療法（HOT）に対して拒否的な患者に対する関わり
原田∙萌波（はらだ∙もなみ）、八木∙宏子（やぎ∙ひろこ）、庄田∙香織（しょうだ∙かおり）、弘田∙進悟（ひろた∙しんご）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

【はじめに】HOT導入目的で入院した慢性閉塞性肺疾患（以下COPD）のA氏はHOT導入に
対して否定的であり、主治医からHOT導入の必要性の説明を受けるが納得していなかった。
その為、退院後に酸素吸入を自己中断する可能性が高いと考え、患者のHOT導入に対する
認識や思いを明らかにし受容できるように働きかけることで、本人が納得しHOT導入が可
能となったので報告する。【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、情報の漏洩防止を徹底
した。発表するにあたり患者に同意を得た。【事例紹介】A氏　80代　男性　COPD【看護
の実施と結果】HOT導入を拒否する理由について1）今まで酸素を使用せずに生活していた
為、不便である。2）SPO2が低下しても呼吸困難を感じにくいとの回答が得られた。1）に
対しては、HOTに関する知識が不十分で操作に慣れていないことが要因だと考えた為、パ
ンフレット等を用いて使用の都度操作方法を説明した。説明に対して理解良好であり、操
作は短期間で習得できた。当初は酸素ボンベを使用せずに労作する様子があったが、次第
にそのような行動は少なくなった。2）に対しては、酸素を使用しない時とした時を体感し
てもらい、呼吸困難の程度を問うと「吸った方が呼吸が楽」との発言があった。これらの看
護介入により、A氏は最終的に拒否なくHOT導入できた。また、退院後にも自己中断せず
使用していることを確認した。【考察】知識を習得することや、必要な酸素量の吸入が本人
の呼吸困難にどのように影響するかを実体験することにより、酸素吸入の必要性を感じ、
HOT導入に対する受容に繋げることができた。また、早期にHOTを拒否する理由を明確
にし、その理由に対して介入することが必要である。

P2-144-7
令和6年能登半島地震の支援透析での学びを振り返って
野崎∙裕子（のざき∙ゆうこ）、吉田∙裕子（よしだ∙ゆうこ）

NHO 金沢医療センター中3病棟

【背景】令和6年1月1日、I県能登半島で最大震度7の大地震が発生した。A病院は災害拠
点病院であり、I県災害対策本部とI県透析連絡協議会と連携し、発災翌日より平常の透析に
加え、被災地の透析患者330名中20名の緊急受け入れを行い、支援透析を実施した。

【目的】支援透析対応やスタッフの思いを振り返り、今後の災害対策を見出す。
【方法】1．発災後のクロノロジーを元に、A病院の発災時の状況と支援透析受け入れの対応
を振り返り、災害マニュアルの見直しを行った。
2．透析センターに勤務するスタッフで、支援透析での対応を振り返り、得られた言葉を抽
出、カテゴリー化した。

【結果】1．災害マニュアルの見直しを行った。
（1）能登半島地震発災時の状況や支援透析対応、機器対応の記録を残し、今後の対応方法に
活かせるよう見直した。

（2）備蓄物品を3日分から7日分に変更し、物品一覧を更新した。
2．スタッフより「情報錯綜への戸惑い・困惑」「患者対応の困難さ・迷い」「療養先選択や
転院調整支援の不明瞭さ」があったが、災害拠点病院としての「受け入れへの決意」「自分達
にも何かできたという達成感」「今後への課題」が抽出された。

【考察】発災時の自施設対応はスタッフ同士で同じ認識ができていたが、支援透析は初めて
のスタッフばかりであったため、戸惑いや困惑が強かったと思われる。災害拠点病院とし
ての受け入れ態勢整備の必要性が示唆された。

【結語】自施設の災害対策の見直しに加え、日頃から支援透析受け入れの認識の構築、体制
整備が重要である。
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P2-145-7
精神科看護師の口腔機能維持・改善に対する勉強会の効果
秋山∙夢七（あきやま∙ゆうな）

NHO やまと精神医療センター看護部

【目的】精神科で働く看護師の口腔機能の維持・改善に対する現状を調査し、勉強会前後の
意識の変容について明らかにする。【方法】期間:2024/10/6から2024/11/24。対象:A
病棟に勤務する看護師16名。調査方法:口腔機能維持向上について勉強会を行い、その前
後でアンケートによる質問紙調査を行った。（ケアの現状や満足度などについて勉強会前
13項目、勉強会後10項目）【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会の承認を得た。（承認番号
R05-011）【結果と考察】「介助が必要な患者に口腔ケアは実施しているか」は「実施してい
ない」が勉強会前後で27%から0%に減少した。勉強会で口腔機能の観察が必要だと改めて
周知できた。勉強会により口腔機能の維持改善に対する意識が高まり行動変容に繋がった
といえる。次に、勉強会前から全スタッフが口腔機能へのアプローチは必要と感じていたが、
毎日実施するのは困難というジレンマを抱えていた。理由は「時間がかかるから」が13%、「拒
否があり協力が得られないから」が67%であった。実施を困難にする理由をアンケートで
明確にしたことで、勉強会の内容を、口腔機能の観察点の指標やケアの拒否が強い認知症
患者へのアプローチ方法など実践に則したものにでき、勉強会の効果を高めた。また今後は、
口腔機能維持への意識を保ち続け、チームとしてケアを継続していくことが課題として明
らかになった。【結論】勉強会で口腔機能の維持・改善に対する意識が高まり、行動変容に
繋がった。口腔機能維持への意識を保ち続けるため、チームで問題を共有し、実践の振り
返りと、精神的負担の軽減を図っていくことが必要である。

P2-145-6
神経筋難病患者の筋緊張による開口障害に対するアプローチ
原田∙麻由（はらだ∙まゆ）、山田∙智美（やまだ∙ともみ）、春田∙絵里（はるた∙えり）、石井∙美香子（いしい∙みかこ）、
吉峰∙代祐（よしみね∙だいすけ）

NHO 熊本再春医療センター脳神経内科

【はじめに】神経筋難病患者は、摂食嚥下機能に障害を認め経管栄養となることが多い。口
腔内の自浄作用は低下しやすく口腔内の保湿、唾液や痰、舌苔の除去は誤嚥性肺炎の予防
のために重要であるが､ 神経筋難病患者は疾患の影響により筋緊張が亢進し、開口が難しく、
適切な口腔ｹｱの実施が困難な現状がある。口腔ｹｱに関連した先行研究より口角を押し下げ
ることによる筋緊張緩和による方法とK-pointを刺激する方法が開口促し口腔ｹｱを適切にで
きるのではないかと考え研究に取り組んだ｡【方法】対象者：神経筋難病患者3名にそれぞ
れ3日間実施開口方法：口角を押し下げる方法、K-point刺激法口腔ｹｱ：筋緊張による噛み
しめﾘｽｸを考慮し、ｽﾎﾟﾝｼﾞﾌﾞﾗｼとﾃﾞﾝﾀﾙﾘﾝｽを使用し、上下歯間距離の測定と口腔ｱｾｽﾒﾝﾄｼｰﾄ
での評価【倫理的配慮】当院の倫理委員会審査にて承認を得た【結果・考察】口角を押し下げる
方法では上下歯間距離（3日間平均）がA氏0.2cm、B氏0.0cm、C氏0.7cmであり、口角
押し下げによる開口を促す方法は効果があった。口角を押し下げたことにより唇の筋緊張
がとけ開口を促したと考える。K-point刺激法ではA氏-0.2cm、B氏-0.3cm、C氏0.5cm
であり、効果がなかった。この結果は疾患の影響による筋緊張による開口障害であり球麻
痺は生じていないため、効果がなかったと考える。両方法とも口腔ｱｾｽﾒﾝﾄｼｰﾄでの口腔内環
境の変化はなかった。これらの結果から、開口促しに対するｱﾌﾟﾛｰﾁは患者の特徴に応じて
選択すべきであるということが分かった。今回の研究で、不快感の少ない部位のﾏｯｻｰｼﾞを
実施することで徐々に筋緊張を解き、自然な開口へ導く可能性があることが示唆された。

P2-145-5
呼吸器内科病棟で働く看護師の口腔ケアに対する困難感について
人見∙暢彦（ひとみ∙のぶひこ）、倉本∙康子（くらもと∙やすこ）、川西∙佐久良（かわにし∙さくら）、才田∙智子（さいだ∙ともこ）

NHO 東近江総合医療センター看護部

【目的】呼吸器内科病棟で働く看護師が統一して口腔ケアを実施できるよう口腔ケアに対す
る困難感を明らかにする。【方法】当病棟看護師を対象とし、インタビューガイドに沿って
口腔ケアに対する困難感、口腔ケアの対象者についてインタビューを分析する。結果は逐
語録を作成し、コード化・カテゴリー化を行い分析する。【倫理的配慮】被験者の人権保護、
データの機密保存を行い当院倫理委員会にて審査され承認を得た。【結果】5名の看護師にイ
ンタビューを実施。「患者の身体的・精神的要因によるセルフケア不足」「看護師の口腔ケ
ア支援に対する知識・技術不足」「口腔ケアと他の業務との優先度の順位づけとジレンマ」「口
腔ケアの実施を妨げる物品的要因」の4つのカテゴリー、11のサブカテゴリーと48のコー
ドが抽出された。「患者の身体的・精神的要因によるセルフケア不足」のサブカテゴリーの
中で「認知機能の低下による口腔ケアの理解不足」に対して看護師の多くが困難感を感じて
いる。【考察】「認知機能の低下による口腔ケアの理解不足」に対して看護師の多くが困難感
を感じている。患者は認知機能障害により口腔ケアを受け入れるのが困難となる。症状は
様々なため特性に応じた口腔ケアの方法を個別に検討し実施する必要がある。当病棟でも
認知機能障害を認める患者が多いが、症状に応じた関わり方の理解不足により、口腔ケア
の実施に困難感を抱いたと考える。【結論】「認知機能の低下による口腔ケアの理解不足」に
対して、看護師の多くが困難感を感じている。今後、認知機能障害に対する特性理解を深
め患者の生活背景等を把握し個別性のあるケアを実践することが必要である。

P2-145-4
A 病院救命救急センターにおける脳卒中患者に対する口腔ケア方法の効果
について
大谷∙明日香（おおたに∙あすか）1、尾崎∙美聡（おざき∙みさと）1、藤岡∙純（ふじおか∙じゅん）2、葛木∙由希（かつらぎ∙ゆき）3

1NHO 北海道医療センター救命救急センター、2NHO 北海道医療センター統括診療部診療看護師、 
3NHO 北海道医療センターリハビリテーション科

口腔ケアは口腔内の清潔を保つだけで無く、呼吸器感染症の予防、摂食嚥下機能の向上な
どにつながる重要なケアである。A 病院救命救急センターでは、全介助にて口腔ケアの実
施が必要な患者に対してスポンジブラシ、マウスリンスや保湿ジェルを使用し口腔清拭を
する吸引清拭法へ統一した。そこで、口腔ケアの介助が必要な患者をもとに、口腔ケア方
法が口腔内環境の改善に繋がっているか、口腔衛生状態の改善指標とされているOHAT ー
J アセスメントツールを使用して有効性を検証した。調査方法　救命救急センター入院時

（介入前）、入院時より 1 週間後（介入後）の口腔内環境を OHAT ー J を使用して評価した。
結果　入院時（介入前）と入院後統一した口腔ケアを継続した一週間後（介入後）の合計スコ
アの平均を比較したところ、介入後でスコアの低下が見られ有意差を認めた。OHAT ー J 
評価項目である口唇、舌、歯肉・粘膜、唾液、残存歯、義歯、口腔清掃、歯痛の 8 項目そ
れぞれで介入前後スコアの改善があるか比較検定をかけた結果、口唇、歯肉・粘膜、唾液、
口腔清掃の項目で介入前より介入後のスコアに低下がみられたが口腔清掃以外の項目で有
意差は認めなかった。口腔ケア方法の統一により口腔内環境は平均スコア上改善見られて
おり、現在の使用物品や使用方法は適正であった。しかし、全患者同じ方法でケアをして
いたため、評価項目において全ての項目での改善は見られなかった。今回の調査では症例
数が少なく、また救命救急センターの特徴である病棟滞在日数が短いため入院日と 1 週間
後のスコアしか取得できなかった。しかし、現在の口腔ケア方法で口腔清掃の状態は改善
しており、有効性が証明された。
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P2-146-3
緩和尿路ストーマ造設によりトリプルストーマとなる患者のストーマ位置
決めの検討
谷口∙真里（たにぐち∙まり）1、長谷川∙嘉弘（はせがわ∙よしひろ）2

1NHO 三重中央医療センター看護部、2NHO 三重中央医療センター泌尿器科

【はじめに】当院ではストーマケアの講習会を終了した看護師を中心に医師と共にストーマ
位置決めを行っている。今回消化管ストーマ造設後に尿路ストーマを造設しトリプルストー
マとなる患者の位置決めを経験した。先行研究ではトリプルストーマ造設を同時に行った
際の位置決めに関する報告はあるが、手術時期が異なり、且つトリプルストーマとなる事
例の報告はない。そのため本事例を振り返り報告する。

【事例概要・実践方法】70歳代男性、体格は小柄で円背がある。X年に前立腺がん術後再発に
よる膀胱直腸瘻のため症状緩和目的に双孔式横行結腸ストーマを造設。X＋2年瘻孔拡大し
肛門からの排尿量が増加し緩和尿路ストーマ（両側尿管皮膚瘻）造設予定となった。ストー
マ位置決めは尿管皮膚瘻造設時の基本的な手法に加え骨盤内臓全摘術のものを参考にして
行い、ケアの主体である妻も参加して日常生活の様子やストーマケアの希望を聴取しなが
ら行った。

【結果】使用できる尿管の長さや腹壁の状況から造設許容範囲がかなり限られていた。右側
尿管皮膚瘻では右上腹部の横行結腸ストーマとの距離を十分確保することができなかった。
また両側とも横行結腸ストーマの尾側に位置した。ストーマは位置決めで決定した部位に
造設された。

【考察】結腸ストーマを有する患者に尿路ストーマを造設する場合、解剖学的理由や腹壁の
条件から造設位置が制限される。本事例のような緩和ストーマ造設ではさらに悪条件とな
りやすい。ストーマ位置決めの原則の適応が困難であるため、患者・家族と医療者の間で
話し合いながら患者にとって安全で最も適した位置を検討する必要がある。

P2-146-2
他職種連携により難治性潰瘍が改善した一例
伊勢谷∙祐樹（いせや∙ゆうき）

NHO 函館病院外科

【目的】
回腸ストーマ近接部に感染を伴う潰瘍を生じ、創傷管理やストーマケアが難渋していた症
例に対して、他職種連携し、ケア方法を確立したことにより潰瘍治癒につながったため、
報告する。

【事例紹介】
60歳代女性。小腸壊死・穿孔に伴う汎発性腹膜炎により空腸双孔式人工肛門造設。既往に
大動脈炎症候群があり、ステロイド薬内服歴と末梢血管の循環不全により、計3回の手術を
施行し、残存空腸は約60cmであった。術後、2か月程度経過し、ストーマセルフケア習得
を図っていたがストーマ皮膚近接部に1cm×1cm大の潰瘍が形成された。潰瘍改善のため
WOCNに介入依頼があり、ストーマ装具変更やケア方法の検討を行った。

【方法】
潰瘍部を洗浄後、ポピドンヨードゲルを塗布し、さらに粉状皮膚保護剤を充填。また、潰
瘍部を便汚染から予防するように用手形成皮膚保護剤にて被覆した。ストーマ装具は腹壁
への密着を期待し凸面単品装具を使用。さらに腹壁の密着を高めるためにストーマベルト
も併用した。装具交換の間隔は中1日とした。形成外科も介入し、デブリードマンによる
創面の環境調整と並行し、局所陰圧閉鎖療法も施行。短腸症候群による吸収障害に対して
NST介入し、TPN輸液＋経口摂食栄養補助食材＋脂肪乳剤補液も継続した。

【結果】
処置を継続し、潰瘍は次第に上皮化、皮膚状態は改善された。装具の漏れもなく、ストー
マセルフケアが行われていた。自宅退院を目指し、訪問看護導入を検討。MSWと協働し、
退院前カンファレンスを重ねて自宅退院につながった。

【結論】
難治性潰瘍に対して、他職種連携し創傷管理をすることは、創傷治癒に有効である。

P2-146-1
A病院救命救急センターにおける気管挿管による 医療機器関連圧迫創傷リ
スクアセスメントの実態調査
瀧本∙南可（たきもと∙なみか）、米沢∙萌（よねざわ∙もえ）、北井∙啓太（きたい∙けいた）、藤岡∙純（ふじおか∙じゅん）

NHO 北海道医療センター救命救急センター

【はじめに】アンカーファストの使用で気管挿管チューブによる医療機器関連圧迫創傷（以下
MDRPU）の発生率はどこの施設でも10％未満となっているのに対し、A病院救急救命セン
ター（以下当センター）では20％以上となっている。当センターは機能別でスタッフが毎日
ローテーションして勤務に当たっているため、気管挿管患者を受け持つ頻度の違いによる
個人差や経験年数の差があり、知識・技術不足があると考えられる。MDRPU減少に向け
ての統一した看護ケアを実践するため、当センタースタッフに対し、MDRPUリスクアセ
スメントについてのテストを実施し、要因分析した結果を報告する。【研究方法】当センター
看護師に対し、テストとアンケートを実施し、看護師経験年数、クリティカルケア経験年
数、気管挿管受け持ち頻度別に比較した。【結果】気管挿管の受け持ち頻度別では、受け持
ち頻度が少ない群で有意に点数が低かった。MDRPU予防フローチャートを知っている群
が、知らない群に比べて有意に点数が高かった。MDRPUリスクアセスメントでは栄養や
フィッティングなどの項目で正答率が低かった。【考察】MDRPU発生予防の勉強会を実施
していたにも関わらずMDRPU予防ケアへの理解はあるが必要性や根拠への知識が低かっ
た。勉強会の方法の検討やMDRPUについての参考書の充実も知識の構築に有効である。
一方、知識があるにも関わらずMDRPUが発生している状況について看護師のモチベーショ
ンが低下している可能性が考えられた。そのため他職種との連携を図りカンファレンスを
行うことでMDRPUケアに対する意欲向上を目指していく。

P2-145-8
口腔内環境の改善を目指した口腔ケアの統一～ OHAT評価・プロトコルを
用いた口腔ケアの標準化～
光吉∙美紅（みつよし∙みく）、寺田∙七彩（てらだ∙ななさ）、城∙芳耀（しろ∙よしあき）、徳留∙広海（とくどめ∙ひろみ）、
佐藤∙牧子（さとう∙まきこ）

NHO 紫香楽病院脳神経内科・整形外科・外科・内科

【はじめに】A病棟では、患者の高齢化や疾患の特性により寝たきり患者が増えるなか、患
者の口腔内環境が整えられていないという現状があった。口腔内細菌は誤嚥性肺炎をはじ
め全身の疾患と密接に関係する。スタッフの現状調査を行った結果、口腔ケア方法の統一
ができていない状況が明らかとなった。そこで、口腔ケア方法を統一できるようにアサヒ
の口腔ケアプロトコルを参考としOHAT評価を取り入れた口腔ケアを実施し、口腔内環境
の改善ができたので報告する。【目的】評価ツールおよびプロトコルを活用し効果的な口腔
ケアの統一ができる。【方法】動画視聴によるケア方法の周知と対象患者の口腔内をOHAT
評価した。プロトコルに基づいた手順書を作成、提示し、実施前後に看護師を対象とした
口腔ケアに関するアンケート調査と、対象患者の口腔内を再評価し実施前後の評価を比較
した。【結果】統一したケアにより、「口腔内が常に清潔であるか」の問いに「思う」と回答し
たものが33％から74％に上昇した。OHAT評価においても89％の患者の口腔内環境が改
善した。【考察】病棟で統一出来ていなかったケア方法を文字や絵に表し提示したことによ
り、看護師一人ひとりが方法を認識できたことが統一したケアに繋がったと考える。また、
ケアを標準化し、評価ツールを用いることで、経験年数に影響されることなくケアが実施
できたことで患者の口腔内環境が改善した。患者の口腔内環境が良好な状態で保たれるこ
とは、1回のケアに要する時間が短縮し、看護師のやりがいにも繋がることが考えられる。【結
論】手順書の提示、OHAT評価を行う事で看護師の方法の理解に繋がり統一した口腔ケアが
実施できた。
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P2-146-7
神経難病患者の便秘に対する腹部マッサージの有用性
打越∙朱音（うちこし∙あかね）、谷内∙春香（やち∙はるか）、平野∙未来香（ひらの∙みきか）、山口∙美佳（やまぐち∙みか）、
木村∙康佑（きむら∙こうすけ）、田本∙奈津恵（たもと∙なつえ）、橋本∙陽子（はしもと∙ようこ）、河合∙由実子（かわい∙ゆみこ）、
重野∙かおる（しげの∙かおる）、清川∙翔仁（きよかわ∙しょうじ）、安井∙正英（やすい∙まさひで）

NHO 七尾病院看護部

【目的】神経難病患者の便秘に対する腹部マッサージの有用性を検証する。【方法】対象は入
院中の神経難病患者のうち便秘を有し胃瘻造設を行っていない患者9名。6週間の観察期間
の後、3種類のマッサージ（のの字、大腸の4点、タッピング）をそれぞれ2週間ずつ順不同
で実施した。排便量と坐薬使用回数を算出し、比較検討した。【結果】排便量ではコントロー
ル期に比べマッサージ期で有意に増加した（p＜0.05）。また、腹部マッサージ法ではタッ
ピングで有意に排便量が増加していた（p＜0.05）。坐薬の使用回数には各期間に差はなかっ
た。坐薬の使用回数が多い群と少ない群で比較したところ、少ない群ではタッピングで排
便量が有意に増加し、多い群では大腸の4点で排便量の増加傾向が認められた。【考察】腹
部マッサージにより排便量が増加し、時にタッピング法が有用であった。一方、座薬の使
用回数には差はみられなかったが、これは、マッサージの介入により直腸まで便を送れた
ものの、坐薬を使用しなければ直腸からの排泄にはいたらなかったため、坐薬の使用回数
には変化がなかったと考える。また、便秘の強弱で排便量が増加したマッサージ方法が異
なるため、便秘の程度によって適しているマッサージは違う可能性があると考えられる。【結
論】神経難病患者の便秘に対する腹部マッサージは有用であることが示唆された。

P2-146-6
尿道カテーテルの至適固定位置を検討した下肢屈曲拘縮を有する患者の一例
和田∙理奈（わだ∙りな）1、新木∙千佳子（しんき∙ちかこ）1、宮元∙百合（みやもと∙ゆり）1、西谷内∙真子（にしやち∙まこ）1、
小泉∙恵（こいずみ∙めぐみ）1、大岩∙麻紀（おおいわ∙まき）1、田本∙奈津恵（たもと∙なつえ）1、重野∙かおる（しげの∙かおる）1、
安井∙正英（やすい∙まさひで）2

1NHO 七尾病院看護部、2NHO 七尾病院呼吸器内科

【目的】下肢屈曲拘縮を有する多系統萎縮症患者において適切な尿道カテーテル固定位置を
見出すため検討した。【方法】尿道口を中心とした体軸に直交する水平線を基準にして0度、
20度、40度、60度で尿道カテーテル固定した。尿漏れ回数、尿漏れ量、膀胱内尿量を角
度ごとに1週間測定し比較検討した。【結果】0度、20度、40度、60度の順に尿漏れ回数（4、3、
6、2）、4時間毎の平均尿漏れ量（56、26、157、50）、膀胱内尿量（33、37、29、33）【考
察】40度において、尿漏れ回数及び尿漏れ量が最も多かった。膀胱内尿量は20度で最も多
かった。以上より、本例では60度の固定が最も適した位置と考えられた。【結論】変形のあ
る患者において、尿道カテーテルの至適位置を検討する必要があることが示唆された。

P2-146-5
整形外科患者における、膀胱内留置カテーテルの早期抜去に向けたフロー
チャート導入の取り組み
櫻井∙友紀（さくらい∙ゆき）、櫻井∙しおり（さくらい∙しおり）、荒井∙しのぶ（あらい∙しのぶ）、沢田∙希（さわだ∙のぞみ）

NHO 高崎総合医療センター整形外科

【はじめに】A病院の整形外科病棟では術後の膀胱内留置カテーテル（以下カテーテルとする）
の挿入期間が全国と比較し長い傾向がある。看護師によって抜去の判断基準が異なるとい
う課題があがり、看護師が患者の状態をアセスメントし統一した対応ができるよう研究を
行った。【研究方法】病棟看護師28名を対象とし、カテーテルを抜去する際の判断基準に関
するアンケート調査を実施。2023年12月～ 2024年1月の期間に、腰部脊柱管狭窄症と
大腿骨骨折で手術をした患者16名を対象とし、独自に作成したフローチャートを導入。一
昨年の同時期（2022年12月～ 2023年1月）に同様の手術を行った患者27名のカテーテ
ル留置期間と比較し分析を行った。当院の倫理審査委員会の承認を得て個人情報に配慮し
研究を行った。【結果】カテーテル抜去の判断基準として、「車椅子に移乗可能になった時」
が最も多く、「患者の意見を取り入れて決める」が続き、看護師経験による差はなかった。
カテーテル留置期間について、フローチャート導入前後で比較し、腰部脊柱管狭窄症で平
均2.8日から2.2日へ短縮、大腿骨骨折では平均11.7日から平均3.2日と大幅な短縮となっ
た。【考察】今回、個々の看護師でADLの状況や患者の意見を取り入れカテーテルを抜去し
ていたことがわかった。フローチャートを導入し共有した情報をもとにカンファレンスを
行い、アセスメントを行うことで適切なタイミングでカテーテルを抜去することができた。
短期で抜去することで早期離床につながりやすく、術後の廃用症候群などの予防にもつな
がると考える。今後も、患者のADLの拡大に関与できるような看護実践ができるよう、看
護師間の意識統一を図っていきたい。

P2-146-4
大腸癌術後の経肛門ドレーン固定方法マニュアル作成による看護師のド
レーン管理の実態変化
宇根∙愛（うね∙あい）1、大野∙明子（おおの∙あきこ）1、宮原∙あかね（みやはら∙あかね）1、久門∙由奈（くもん∙ゆな）1、
増永∙恵美（ますなが∙えみ）1、濱田∙真之介（はまだ∙しんのすけ）2、岩川∙心一（いわかわ∙しんいち）1

1NHO 呉医療センター看護部、2NHO 米子医療センター看護部

【はじめに】当院外科病棟は、令和4年度の手術件数842件であり、大腸癌の手術件数は
135件である。今回、ドレーン抜去などのインシデントを防ぐために、大腸癌術後の経肛
門ドレーン挿入患者のドレーン固定方法のマニュアルを作成し、病棟内看護師のドレーン
管理を統一した。【目的】マニュアル作成により病棟看護師のドレーン管理方法の統一を図
り、インシデントを防止する。【研究方法】調査対象：消化器外科病棟看護師35名。方法：
1.経肛門ドレーン固定方法のマニュアル作成前にドレーン管理の実態調査アンケートを実
施。2.経肛門ドレーン固定方法のマニュアルを作成し、周知した。3.マニュアル作成後の
ドレーン管理の実態調査アンケートを実施。分析方法：マニュアル作成前後の看護師の実
態の変化をマクネマー検定使用し、分析した。（P＜0.05）【倫理的配慮】当院の倫理審査委
員会の承認を得た。【結果・考察】マニュアルを作成したことで管理の方法や説明など看護師
の行動についての項目に対しては有意差があった。看護師のドレーン管理についての不安
など精神面に関しては、マニュアル作成前後での変化は、みられなかったが、研究期間中
の経肛門ドレーン抜去のインシデントは0件でインデントは防止できた。今回マニュアル
の作成によって知識が増えることにより、ドレーンの固定方法や患者への説明などの技術
面は向上したと考えられる。また、看護師のドレーン管理が統一して実施できるようになっ
たことにより、インシデントが防止できた。【今後の課題】インシデント場面での具体的な
対処方法をマニュアルに記載することでイメージ化を行い、ドレーン管理についての不安
の軽減を図っていきたい。
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P2-147-4
リーダー看護師の業務調整能力向上に向けた指導ポイントの可視化 ～固定
チームナーシング機能の強化を目指して～
柴田∙浩司（しばた∙こうじ）1、玉木∙舞（たまき∙まい）1、涌嶋∙奈津子（わくしま∙なつこ）1、坂井∙みさき（さかい∙みさき）1、
山口∙牧子（やまぐち∙まきこ）1、與那覇∙由（よなは∙ゆい）1、上山∙千春（うえやま∙ちはる）1、香川∙綾花（かがわ∙あやか）1、
岡田∙亜里紗（おかだ∙ありさ）1、加苅∙香代（かがり∙かよ）2

1NHO 京都医療センター集中治療室、2国立循環器病研究センター心臓外科

【はじめに】固定チームナーシングの強化に向けて実施したアンケート結果より、効果的な
チーム活動を行うためには、まず日々のリーダー育成が必要であると考え取り組んだため
報告する。【目的】効果的なチーム活動を実践できるリーダーを育成する【対象】リーダー導
入を実施するラダー 3以上の看護師【実践】やりたい看護の実践にはリーダーの業務調整力
の向上が必要であり、そのためには業務調整の指導内容を明確にする必要性があると考え
た。そこで、リーダーとして業務調整を行う際に必要な内容を抽出した。指導内容を可視
化するとともに、教育する側の意図や根拠が伝わり統一した指導が実施できるよう、抽出
した指導内容を8つのカテゴリーに分け、計20項目の指導のポイントを記した用紙を作成
した。日々のリーダー指導を行う時に、指導者とリーダーが共有しながら用紙を活用でき
るよう全病棟へ周知し、使用後の聞き取りにて評価した。【結果】指導する側の意見として、

「ポイントが明確で指導しやすい」「指導内容が統一できて参考になる」。指導を受ける側の
意見としては、「自分に求められていることがわかりやすい。」「今まで意識していなかった
点があった。」などの意見があった。【考察】指導ポイントを記した用紙を使用することで指
導する側も、言語化できていなかった指導内容の手助けとなったと考えられる。また、指
導を受ける側も冊子を見ることにより、指導ポイントが可視化されたため課題が明確になっ
たと考えられる。【まとめ】指導内容の可視化は、リーダー育成の一助になった。今後も活
用を継続し、チーム力が向上できるように取り組んでいく。

P2-147-3
プライマリーナースの役割発揮における副看護師長の支援に関連した現状
と課題
中川∙知佳子（なかがわ∙ちかこ）、中村∙美季子（なかむら∙みきこ）、北川∙昌代（きたがわ∙まさよ）、橋口∙美由紀（はしぐち∙みゆき）、
福田∙涼子（ふくだ∙りょうこ）

NHO 長崎病院看護部

【はじめに】A病院は、プライマリーナースの役割発揮向上を目的にプライマリーナース評
価表を用いた自己評価を実施しているが、数値化されたデータの公表のみにとどまってい
る。今回、プライマリーナース評価表の結果を元に現状把握を行った結果、スタッフ支援
における副看護師長の課題が明らかとなった。【方法】対象：A病院病棟所属副看護師長10
名, 方法：1．指導的な視点を加えたプライマリーナース評価表の自己評価を副看護師長へ
依頼。評価の尺度は、｢できた｣から｢できなかった｣までの4段階評価を用いた。2．看護ス
タッフ、副看護師長ともに評価が低い項目を抽出し、副看護師長へ評価が低い項目に対して、
具体的な支援内容の聞き取り調査を実施。【結果】多職種連携に関する項目の中で自己評価
の平均値が最も低かった項目は『NSTの関わりが必要な患者のカンファレスへの参加と情報
提供』で看護スタッフ1.7、副看護師長2.4であった。また、副看護師長の聞き取り調査では、
病棟全体の栄養管理における意識が低い、スタッフ個人への支援にとどまっている状況が
明らかとなった。【考察】スタッフの自己評価が低い項目は、副看護師長の評価も低くなっ
ており、副看護師長の意図的な関わりは看護師のプライマリーナース役割発揮において影
響を与えていることがわかった。また、栄養管理を栄養士に一任している組織風土の影響
があり、今後は栄養に関する意識や知識向上のために、看護師長と共にスタッフに対して
計画的な支援が必要である。【結論】プライマリーナース自己評価の低い項目に対し、病棟
師長と情報共有し、副看護師長として意図的な支援が必要である。

P2-147-2
副看護師長・看護師長がともに成長できる組織作り～看護管理者能力開発
プログラムと連動させた副看護師長育成プログラム開発の試み～
安田∙多恵子（やすだ∙たえこ）、大群∙由貴子（おおむれ∙ゆきこ）、牧野∙由希（まきの∙ゆき）、平野∙智子（ひらの∙ともこ）、
井上∙範子（いのうえ∙のりこ）

NHO 熊本南病院看護部

【はじめに】看護管理者には、看護実践能力とは異なる看護管理能力が必要だが、その習得
方法を示した例は少ない。A病院では、副看護師長の看護管理能力育成と看護師長の人材育
成能力向上を図ることを目的に、看護管理者能力開発プログラム（以下「CREATE」とする）
を基に副看護師長育成工程表（以下「ロードマップ」とする）の開発に取り組んだ。今回、ロー
ドマップ開発過程で実施した看護管理学習会や、看護師長と副看護師長の面談に対する看
護師長、副看護師長の反応を分析し、取り組みが看護管理能力習得に与えた影響を振り返
る。【方法】期間：R5.4月～ R6.3月。対象：看護師長7名、副看護師長9名。内容：ロード
マップ開発過程の取り組みに対する看護師長、副看護師長の反応を質的帰納法にて整理す
る。倫理的配慮：本研究は所属施設の倫理審査委員会の承認を得た。【結果】ロードマップ
開発過程で実施した看護管理学習会や面談に対する学びを聴取した結果、「看護観・管理観
の共有」「看護管理実践について看護師長から副看護師長へフィードバックの機会」「副看
護師長の『強み』の発見」に分類された。【考察】CREATEを活用するための看護管理学習会が、
看護師長と副看護師長のナラティブの場となり、今までの経験をリフレクションし、課題・
教訓を引き出すことに繋がったと考える。また、看護師長と副看護師長の面談が、自己の
課題・目標の共有や、副看護師長の師長代行業務経験の振り返りの場となった。それが、
看護管理OJTや、副看護師長へのフィードバックの機会となり、副看護師長にとって自己
の課題だけでなく強みの発見に繋がったと考える。

P2-147-1
看護師長の人材育成能力向上への取り組み
大川内∙隆（おおかわち∙たかし）、播磨∙利恵（はりま∙りえ）、平嶋∙勝徳（ひらしま∙かつのり）、溝口∙由美（みぞぐち∙ゆみ）

NHO 長崎病院看護部

【はじめに】副看護師長の育成として、中間管理者能力開発プログラムで評価を行い、自己
評価が低かった「休暇申請」「夜間急変対応」「自殺」「警察への報告」に関する項目に対し看
護師長の看護管理者能力開発プログラム（以下：CREATA）を意識した支援を行った。その
結果、副看護師長の中間管理者能力開発プログラムにおける自己評価の平均値が上昇した。

【方法】A病院看護師長8名：取組み前後のCREATE自己評価と支援後の聞き取り調査　A
病院副看護師長12名：中間管理者能力開発プログラム自己評価【結果】看護師長は、副看護
師長の経験を具体的に聴取し実践能力の把握を行い、CREATEの人材育成能力を意識した
情報提供や経験を教材化させ支援を行った。「休暇申請」「夜間急変対応」に関してマニュア
ルでの説明や副看護師長の経験を振り返る関わり、「自殺」「警察への報告」に関しては経験
がなく、知識習得ができるよう実体験を交えた学習会を開催した。結果、副看護師長の自
己評価は上昇した。しかし、副看護師長の新たな経験にまで繋げる行動には至らなかった。

【考察】看護師長は副看護師長の実践能力向上のため、仕事経験と他者からの指導をセット
にした経験学習支援を行い、副看護師長の自己評価上昇につながった。一方で、副看護師
長に経験の機会を付与できずに意図的な育成ができていないこともわかった。経験学習支
援が断続的な支援となり、経験学習サイクルにおいての概念化、実践の継続的な支援が今
後の課題である。【結語】1. 仕事経験と他者からの指導をセットにした経験学習支援を行う
ことで育成支援につながる。2. 副看護師長の支援は、経験学習サイクルによる継続的な支
援が必要である。
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P2-147-8
造影剤によるアナフィラキシー症状出現時の対応に対する外来看護師が抱
える不安
橋本∙美香（はしもと∙みか）

NHO 西埼玉中央病院看護部

【背景】2022年 A病院では、CT撮影時に造影剤によるアナフィラキシー症状を呈した症例
を経験した。しかしこれまで外来看護師らは、アナフィラキシー症状出現時における処置
の未経験者が多く、対応に不慣れであった。原因として、外来看護師らの多くがアナフィ
ラキシー補助治療剤（以下、エピペン注射）を実際に使用したことがないことがあげられた。

【目的】外来看護師がアナフィラキシー症状出現時に適切な対応ができるようになる。【方法】
2023年3月、アレルギー疾患療養指導士が外来看護師17名を対象に、アナフィラキシー
症状出現時の対応についての演習を行った。演習では具体的な場面を想定して、エピペン
注射の練習用器材を使用した。理解度を把握するために、演習後に聞き取り調査を行った。

【結果・考察】演習後の聞き取り調査では、エピペン注射の使用方法についての外来看護師ら
の知識と技術が向上したことが明らかとなった。実践に即した方法で演習を行った成果だ
と考えられる。一方で外来看護師からは、「患者の症状がアナフィラキシーによるものなの
か判断できない。」「患者の状態が目まぐるしく変化する可能性があるため、対応に自信が
ない。」などの意見があった。エピペン注射の使用方法そのものより、その後の呼吸状態や
循環動態の変化に対する対応について不安を抱えていることが明らかとなった。アナフィ
ラキシー症状出現時は、迅速な対応が求められる。しかしその発生頻度は少なく、経験を
重ねる機会をもつことが困難である。今後はアレルギー疾患療養指導士として、外来看護
師の不安が軽減するような関わりを実践していくことが必要であると考える。

P2-147-7
小児開心術後の体温管理における熟練看護師の臨床判断
宮武∙梨奈（みやたけ∙りな）、猿渡∙あゆみ（さるわたり∙あゆみ）、上地∙まり子（かみじ∙まりこ）、森近∙真由美（もりちか∙まゆみ）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター PICU

【目的】小児開心術後の体温管理における熟練看護師の臨床判断を明らかにする．【方法】看
護師6名を対象に，1グループ3名で独自に作成した事例をもとに，半構成的面接法によ
るフォーカスグループインタビューを行った．【倫理的配慮】倫理審査委員会の承認を受
け，同意を得て実施した．【結果および考察】臨床判断として，[多角的視点から体温の確か
らしさを判断][循環動態が安定する体温の見極め][体温変動により循環動態に及ぼす影響
の予測][体温変動以外で患者に及ぼす影響の予測][患者の成長発達段階に応じた冷罨法の
実施][冷罨法実施後のアセスメントと評価][末梢保温による血圧低下を予測]の7つのカテ
ゴリーと21のサブカテゴリーが得られた．体温は外的要因に影響されることを理解し，実
際に皮膚に触れ，色を見て五感で皮膚温を確かめて判断していた．体温と循環動態の関係
をアセスメントし，循環動態が最も安定する体温を見極めていた．疾患や血行動態から起
こりうる変化や，体温上昇により酸素消費量が増加することで起こる影響を予測していた．
新生児や乳児では体格や体温に合わせた冷罨法の部位やサイズを選択していた．また，新
生児は体温の変動が早いため評価間隔も考慮していた．体温管理後もアセスメントし，体
温を急激に下げないようにクーリング剤の数や部位を調整するとともに,末梢保温は血圧変
動に影響することを予測し実施していた．このように，循環動態を安定させることを目的
に体温管理を行っていることが明らかになった．【結論】心拍数や血圧などの循環動態が安
定する体温を見極めていた．循環動態を安定させるための目的の一つとして体温管理をし
ていた．

P2-147-6
ファシリテーターの経験が倫理的感受性に与える影響について
中村∙寛之（なかむら∙ひろゆき）、梅木∙雄介（うめき∙ゆうすけ）、伊藤∙麦（いとう∙ばく）

NHO 花巻病院精神科

キーワード：精神科看護　看護倫理　倫理カンファレンス　倫理的感受性精神科医療の場
では、閉鎖環境、非自発的治療の実施など、倫理的配慮が必要な場面が多くあり、患者の
対応においては法と倫理に基づいた実践がもとめられる。A病院でも前年度の研究にて、看
護師が倫理的行動をとるためには、行動レベルで実践につながる院内の倫理研修の検討や、
部署内でのカンファレンスの中で正しい倫理的行動を学び、実践に向けモチベーションを
高めるような働きかけが必要という結果が示唆された。それには、看護倫理研修と事例検
討が有効であり、倫理的問題のある場面で自分の役割を自覚するために重要であると考え
た。そこで本研究では、A病院の倫理カンファレンスにおけるファシリテーター育成の取
り組みが、倫理的感受性の向上にあたえる影響を明らかにすることを目的に調査を行った。
A 病院の対象となる看護師9名へ、ファシリテーター育成の取り組みの実施前後に質問紙
調査を行い、回答は得点化し単純集計にて比較を行った。倫理カンファレンス実施前平均
65.44±8.13から実施後平均70.22点±9.23と得点が向上した。4ステップモデルを用
いた倫理カンファレンスで、ファシリテ―ターとして経験を積んだ看護師は、第2因子：専
門職としての責務の得点が向上した。また、倫理カンファレンスにおけるファシリテーター
育成の取り組みは、事前の打ち合わせで準備性を高めた経験が、倫理的感受性の向上につ
ながった。ファシリテ―ターとしての熟達や倫理的感受性の成熟を促すためには、倫理を
学ぶ機会を増やしつつ倫理カンファレンスの実戦経験を積むことが効果的である。

P2-147-5
A病院におけるエンド・オブ・ライフ・ケアの実態と課題－ELNEC-Jコア
カリキュラム研修とフォローアップ研修から－
坂井∙みさき（さかい∙みさき）、武田∙ヒサ（たけだ∙ひさ）、落合∙恵（おちあい∙めぐみ）、山口∙牧子（やまぐち∙まきこ）、
荒木∙由香里（あらき∙ゆかり）、川端∙朋加（かわばた∙ともか）、田中∙雅子（たなか∙まさこ）、秀島∙侑里花（ひでしま∙ゆりか）

NHO 京都医療センター看護部

【目的】
ELNEC ‐ Jとは、エンド・オブ・ライフ・ケア（EOLケア）を担う看護師への教育プログラ
ムである。A病院では2020年より自施設開催し、2023年に修了者を対象にフォロｰアッ
プ研修を開催した。本研究目的は、ELNEC-Jコアカリキュラム研修（コア研修）とフォロー
アップ研修受講者のEOLケアの実態を把握し、今後のEOLケアの質向上への取り組みの課
題を明らかにすることである。

【方法】
調査方法は、コア研修は研修前後に、フォローアップ研修は研修前にEOLケアの知識・態
度に関する評価尺度（ELNEC-J CQ）を用いて調査し、記述統計にて分析した。

【倫理的配慮】
調査票の回答は無記名とし、結果は学会等で報告する旨を説明し同意を得た。

【結果】
コア研修は29名（臨床経験年数12.5±7.3年）、フォローアップ研修は16名（15.0±9.0
年）であった。調査結果より、モジュール1 ～ 9の全体平均正解率は、コア研修直後が一番
高かった。モジュール別正解率で最も高かったのは【高齢者のEOLケア】、1 ～ 9の全体平
均正解率より低かったのは【EOLケアの看護】【痛み・症状マネジメント】【倫理的配慮】であっ
た。質の高いEOLケアへの意欲はどの研修も高く、自信・実践する能力は、フォローアッ
プ研修より、コア研修直後の方が高かった。

【考察】
知識の正解率が低かったEOLケアの看護や痛み・症状マネジメント・看護倫理に基づく実
践は、特にOJTの中で強化することが課題である。フォローアップ研修の参加者は、EOL
ケアの自信や実践力が低下していたことから、知識・技術やモチベーションの維持・向上
を図り、実践力が発揮できるよう現場支援を継続し、自施設のEOLケアの質向上を目指し
ていきたい。
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P2-148-4
特定行為看護師一期生が仲間とエンパワーメントして研修に取り組んだプ
ロセス
古川∙風乃（ふるかわ∙かぜの）、加藤∙美奈子（かとう∙みなこ）、笠井∙省兵（かさい∙しょうへい）、河崎∙弥咲（かわさき∙みさき）、
大野∙美香（おおの∙みか）、藤沢∙弘範（ふじさわ∙ひろのり）

NHO 金沢医療センター ICU

【はじめに】A病院では2023年10月より特定行為看護師の養成が開始され，3名が外科術
後病棟管理領域パッケージを一期生として受講した．eラーニングや実習では自身の知識や
技術の未熟さを痛感し，先の見えない不安や学習が追いつかないことへの苛立ち，確実に
知識と技術を身に着けてきたという喜びなど多くの感情が生まれた．研修期間中に自覚し
た自己肯定感の低下やモチベーションの低下に対して，どのようにして乗り越えてきたか
報告する．【目的】身近にモデルケースがないなか，一期生がどのようにエンパワーメント
を見出しモチベーションを維持しながら前向きに学習を進められたか，その実践を報告す
る．【方法】米国イエール大学の感情知性センターが開発したムードメーターを用いて研修
中の感情の変化を評価する．【結果・考察】変動する感情を客観的に評価した．日々ディスカッ
ションしながら感情を共有することで前向きな感情が優位になることが分かった．池田ら
は「同期の仲間」をキーワードとした研修を行い、仲間同士の交流の中で、解決への道筋を
自分たちで見出していく過程がエンパワーメントにつながると述べており，それには仲間
の存在が重要であると考える. モチベーションを維持しながら前向きに学習を行えたのは，
どんな感情も共有できる関係づくりを一期生である仲間と築くことができたからだと考え
る.【結論】身近にモデルケースがない一期生では、研修期間中に抱く不安や困難に対しての
解決策を自身でみつけていかなくてはならない．そこには同期である仲間との関係性が大
きく影響しており，精神的な支えとなることでモチベーションの維持や学習意欲へとつな
がったと考える．

P2-148-3
当院における特定認定看護師の役割と今後の展望
安江∙亜由美（やすえ∙あゆみ）1、井上∙翔太（いのうえ∙しょうた）1、平野∙翔（ひらの∙しょう）1、浅野∙真紀子（あさの∙まきこ）1、
植松∙あゆみ（うえまつ∙あゆみ）1、荒川∙春美（あらかわ∙はるみ）3、安田∙邦彦（やすだ∙くにひこ）2、加藤∙達雄（かとう∙たつお）2

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター診療部、3NHO 東名古屋病院看護部

【はじめに】今回、感染に係る薬剤投与関連の区分を修了した特定認定看護師として関わっ
た事例は「診療の補助を行わせる患者の病状」が、その範囲外であったが、臨床推論から医
師への処方の提案ができた。また、臨床現場におけるスタッフのアセスメント力向上への
支援の役割を再認識した。この事例を振り返り、特定認定看護師として求められる役割と
今後の展望を考察する。【事例】患者A氏、脳梗塞後のリハビリ目的で転院。CDIの既往歴。
入院後も発熱あり、抗菌薬治療を繰り返す。発熱と排便回数増加。CD抗原検査陽性。CDI
再燃と考えICDへ報告、CDI再燃の診断。【対応結果】臨床推論から医師へ処方について提案。
感染対策の遵守状況と患者の状態把握を継続。スタッフのCDIに対する理解度確認や患者
状態把握のカンファレンスを複数回実施。現場スタッフとケアを共に行い必要な観察内容
や得られた情報を精査して記録する事などを支援介入。A氏の状態アセスメントと合わせ、
棟内の他患者の状態アセスメントについても共に考え、棟内感染伝播状況も確認した。【考
察】臨床現場では、患者の状態を見極め、最適な治療が行われる事が求められる。そのため
のスタッフのアセスメント力の向上は必須である。今回、現場スタッフとカンファレンス
やケアを行うことで、必要な観察や得られた情報から行うアセスメントへの支援ができた。
速やかな行為実践は患者への良質な医療提供に繋がるが、それとともに患者アセスメント
が適切にできるよう臨床現場のスタッフへの支援が特定認定看護師である自分自身の役割
であると認識した。また、その取り組みが医師のタスクシェア・シフトに繋がると考える。

P2-148-2
自施設での特定行為研修を終えて
畑澤∙美智子（はたざわ∙みちこ）

NHO 函館病院看護部

【はじめに】地域包括ケア病棟での患者との関わりの中でアセスメントや医師への報告に自
信がなく、ただ指示を待つ事に疑問を感じ2023年度、自施設で特定行為研修を受けた為そ
の効果を報告する。【方法】1）2023年度の特定行為研修の振り返り2）自らの勤務の再確認
3）勤務中の看護実践、スタッフとの関わりの明文化【結果】1）4/4 ～ 10/27（火・金）eラー
ニング　11/13 ～ 2/2　自施設での実習2）4/4 ～ 10/27 日勤・夜勤（7 ～ 8回）11/13
～ 2/2　平日のみ（夜勤なし）3）フィジカルアセスメントを活用しながら報告ができるよう
になった。4）演習で学んだフィジカルアセスメントを実際の患者で実践した。5）研修で学
んだ内容は病棟スタッフへ情報提供した。6）スタッフから「一緒に観察してほしい」と依頼
を受け実施した。【考察】eラーニング期間は学びをすぐに病棟で実践できた事や治療に対
しての根拠づけができ、深める事ができた。実習では医師や先輩看護師による協力体制に
より不安なく実施する事ができた。また、フィジカルアセスメントや報告の方法を意識す
る事で患者の異常の早期発見やケアの向上に繋がっていると考える。病棟スタッフとの情
報共有は自身の振り返りと、スタッフのスキルアップにも繋がり有効であると考える。【お
わりに】自施設での研修は患者に実践しながら研修が受けられたことでケアが深まった。ま
た、医師や先輩看護師のサポート体制が充実していた事で安心して実習を行うことができ
た。更に研修時より、他病棟スタッフとも関わる中で自身の存在が認知され、その後の特
定行為看護師としての活動のしやすさにも繋がる結果となった。

P2-148-1
特定行為研修の技を支える診療看護師の役割―末梢留置型中心静脈注射用
カテーテルの挿入手技の伝承を中心に
加藤∙美奈子（かとう∙みなこ）、藤沢∙弘範（ふじさわ∙ひろのり）、谷本∙恒仁（たにもと∙つねひと）、藤田∙恵子（ふじた∙けいこ）

NHO 金沢医療センター看護部

【目的】A病院では2023年10月から3つの特定行為区分並びに外科術後病棟管理領域にお
ける特定行為研修を開始した。2名の診療看護師（以下JNP）はe-ラーニング学習の補完、
OSCE及び実習を担当している。この中で侵襲度の高い末梢留置型中心静脈注射用カテーテ
ル（Peripherally Inserted Central Venous Catheter：以下PICC）の挿入に関しては対象
の状況に応じたより一層工夫した学習が重要となる。JNPとしての技を活かした支援を行
う機会を得たので、その実践から得られたJNPの役割を報告する。【方法】期間：2024年
2月～ 2024年5月。552床の急性期A病院における特定行為研修の教育支援としてJNP2
名が担当を開始した。シミュレーターによる一連の技術を習得した後、見学を経て実際の
留置を開始した。【結果・考察】上記の期間のべ18件の研修生によるPICC留置を支援した。
1名が実施する際、他研修生は介助を行い穿刺部位の選択を含めてJNPとともに客観的に
手技を見守った。事後にその都度何が難しかったか、今後考えられること、に関して振り
返りを重ねた。PICC留置はOSCEでは評価できない、その対象の特性に応じた言語化しに
くい実践知が必要となる。穿刺時のプローベの当て方や超音波所見、微妙な穿刺角度や刺
入感覚、穿刺の姿勢を含めて振り返ることで、トラブルシューティングを身に付けていく。
また看護師によるPICC留置は、事前の全身状態の評価以外に患者への丁寧な説明と安全確
保、看護師教育、管理しやすい固定、の側面を含む。JNPがこれらの質を担保することで、
研修生は安心して学ぶことができる。【結語】特定行為研修生が、安心して実践知を学べる
よう支援する事がJNPの役割のひとつである。
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P2-148-8
看護師特定行為研修修了者としての活動報告
熊野∙仁人（くまの∙まさと）、吉田∙利枝（よしだ∙としえ）、高橋∙利幸（たかはし∙としゆき）、柏崎∙力（かしわざき∙ちから）

NHO 米沢病院看護部

1．はじめに　看護師特定行為修了者（以下特定行為看護師と略す）の活動は安全かつ症状に
合わせてタイムリーな処置を行うことにより質の高い医療の提供と地域医療の貢献へと繋
がっていく。当院は2021年より看護師特定行為研修指定研修機関として領域別パッケージ
研修「在宅・慢性期領域」を開始している。今回、特定行為活動開始から10か月経過し、医
学的知識をより深く活用した看護実践と特定行為活動についてA病棟における実施の現状
を報告する。2．目的　看護師特定行為研修修了後、医師と連携を図り特定行為活動を進め
てきた経過から、閉鎖式陰圧療法の症例を通して特定行為看護師としての活動を振り返り
考察する。3．方法　A病棟では、気管カニューレ11名、胃ろう23名の患者が入院中で、
特定行為対象者は3名とし実践する。また、週2回の形成外科回診に同行、褥瘡保有患者の
回診の補助と処置の管理共有を実施する。4．結果・考察　手順書をもとに気管カニューレ・
胃ろう交換を計34件実践した。形成外科回診では12症例回診に同行し創傷保有患者の管
理と担当看護師との情報の共有、指示を行った。その中で閉鎖式陰圧療法の症例は、治療
開始から処置、治療中止の判断まで関わった。病態生理を理解しながら検査データを基に
栄養、創傷状態について医師と話し合い、スタッフへ助言を行うなど、特定行為看護師と
しての役割を実践できたと考える。5．まとめ　特定行為の実践は、安全で質の高い医療や
看護の提供につながると考える。今後、更に多職種と連携を強化し特定行為実践の介入を
拡大することで、チーム医療への貢献へつなげていきたい。

P2-148-7
当院における特定行為実践看護師の活動報告慢性期領域（気管カニューレ
交換・胃瘻交換）用テンプレートの有効性
井上∙翔太（いのうえ∙しょうた）1、平野∙翔（ひらの∙しょう）1、浅野∙真紀子（あさの∙まきこ）1、安江∙亜由美（やすえ∙あゆみ）1、
植松∙あゆみ（うえまつ∙あゆみ）1、荒川∙春美（あらかわ∙はるみ）3、安田∙邦彦（やすだ∙くにひこ）2

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター診療部、3NHO 東名古屋病院看護部

【はじめに】当院は2022年9月に特定行為研修の指定研修機関となり、2023年10月より
在宅・慢性期領域の呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連・ろう孔管理関連の実践を開始
した。主に障がい者病棟における、気管カニューレや胃瘻の定期交換を行っている。1日あ
たり10件程度の実践があり、手順書に沿った確認やアセスメントを漏れなく記録するのに
時間を要した。また、記録は経時記録としていたため、日々の記録に埋もれ共有が困難で
あった。観察やアセスメントの視点を特定行為実践看護師間で共有し、各々の病棟でのケ
アの質の担保と効率化を目指し、記録のテンプレートを作成したため報告する。【実践内容】
気管カニューレ及び胃瘻交換の実践後の記録について、手順書に基づいた統一書式を考案
しテンプレート化した。【結果】ケア変更事項を記載しても1人あたり2 ～ 3分で必要事項
を漏れなく記載できるようになった。経過表に「特定行為実践・気管カニューレ（胃瘻）交換」
と表示されるようになり、記録が検索しやすくなった。記録にかかる時間を削減できた時
間で、患者への細やかな排痰ケアや安全な気管カニューレや胃瘻管理方法におけるOJTへ
時間を割くことができるようになった。【考察】テンプレートは標準化と効率化が図れ、手
順書に沿って実践を行う特定行為の記録に有効であり、今後特定行為実践看護師の活動が
さらに広がる中で、ケアの均質化につながると考えられる。記録を読んだスタッフが特定
行為実践看護師の観察の視点を学び、個々の観察やアセスメントの能力向上につなげてい
きたい。そのために、スタッフが記録を参照し、アセスメントに活かしやすい環境を整え
る必要がある。

P2-148-6
当院における特定行為実践看護師（在宅・慢性期パッケージ）の活動報告　
～気管カニューレ介助におけるOJT教育～
平野∙翔（ひらの∙しょう）1、井上∙翔太（いのうえ∙しょうた）1、浅野∙真紀子（あさの∙まきこ）1、安江∙亜由美（やすえ∙あゆみ）1、
植松∙あゆみ（うえまつ∙あゆみ）1、荒川∙春美（あらかわ∙はるみ）3、安田∙邦彦（やすだ∙くにひこ）2

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター診療部、3NHO 東名古屋病院看護部

（はじめに）2023年10月より当院の特定行為実践看護師1期生として特定行為実践を開始
した。医師の指導のもと、自部署での定期の気管カニューレ交換を84例実施できた。自部
署の2 ～ 4年目の看護師は、気管カニューレ交換の際に経験不足からスムーズな介助が行
えない状況であった。その結果、6年目以上の看護師が対応しており、2 ～ 4年目の看護師
は気管カニューレ交換介助実践の機会がなく育成が十分にできていない課題があった。今
回、特定行為実践看護師が気管カニューレ交換を実践する際に2 ～ 4年目の看護師が介助
できるようOJT教育を行い、効果が得られたため報告する。（方法）対象者は自部署の2 ～
4年目の看護師。初めに気管カニューレの学習会を実施し、模擬人形を使用したシミュレー
ション介助演習、実際の患者の交換介助と段階的に教育を行った。（結果）業務調整を行い、
対象の全看護師が気管カニューレ介助の経験をすることができた。看護師からは「教えても
らいながら急がず介助ができた」「実際の介助を通じて自信がついた」との声が多数聞かれ
た。また、医師からも対象看護師の介助スキル向上が認められ、介助の質向上が確認された。

（考察）以前は、気管カニューレの学習会を医師に依頼をしていたが、日程を確保すること
が困難で対象者の中には学習会を受けたことがない看護師もいた。特定行為実践看護師が
学習会に加えて、シミュレーション演習や介助方法を教育することで介助未経験の看護師
が経験できる機会を設けることができた。今後、更に自身の経験を積み重ね、自部署だけ
でなく組織横断的にOJT教育を行うことで、病院全体の看護の質向上につながるよう努め
ていきたい。

P2-148-5
当院における特定行為研修修了後の活動に向けた取り組み報告
植松∙あゆみ（うえまつ∙あゆみ）1、井上∙翔太（いのうえ∙しょうた）1、平野∙翔（ひらの∙しょう）1、安江∙亜由美（やすえ∙あゆみ）1、
浅野∙真紀子（あさの∙まきこ）1、荒川∙春美（あらかわ∙はるみ）3、安田∙邦彦（やすだ∙くにひこ）2

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター診療部、3NHO 東名古屋病院看護部

【はじめに】2023年より在宅・慢性期領域3名、感染に係る薬剤投与関連1名、栄養及び水
分管理に係る薬剤投与関連1名が特定行為実践看護師として活動を開始した。既存の役割や
業務内容は変わらないなか、特定行為実践看護師としての役割を認識し、医師との協働や
活動体制の構築を目指したこれまでの取り組みについて報告する。

【取り組み内容】月1回1時間の情報共有日を設定し他領域の活動状況や課題を報告、今後
の方向性を共有して各自の役割開発に取り組んでいる。また、院内への周知を目的として
協働で通信の発行を不定期で開始した。在宅・慢性期領域においては気管カニューレや胃
瘻の定期交換に合わせて勤務できるよう病棟師長に調整を依頼、自ら業務調整を行い実践
の機会を設定した。結果2023年10月から継続して医師の指導を受け、安全な手技習得に
繋がっている。

【考察】厚生労働省は研修修了者が就業先において特定行為を実施していない割合が31.6％
あり、理由に「就業先で特定行為研修修了者が活動できるような体制がない」と報告してい
る。当院の障がい者病棟には気管切開患者46名、胃瘻ボタン患者82名と対象者が多く、
特定行為実践看護師3名はそれぞれ関連部署に所属しており前例や取り決めがないなか、実
践の機会を設けるため主体的に行動したことで特定行為について理解が得られ、職場や医
師の協力のもと実践の積み重ねに繋がっている。今後、患者の個別性に応じた適切なタイ
ミングで活動できるよう行為の実践のみに目を向けることなく、チームの看護師に特定行
為実践看護師としての判断を伝えながら一緒に看護実践を行い、看護の質の向上に貢献し
ていきたい。
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P2-149-4
重症心身障害児（者）病棟における空気清浄機（Air-dog）の有用性の検証
町居∙星哉（まちい∙せいや）1、新屋敷∙悠莉（しんやしき∙ゆうり）1、谷内∙まり子（やち∙まりこ）1、松浦∙まどか（まつうら∙まどか）1、
竹中∙奈々恵（たけなか∙ななえ）1、大塚∙直人（おおつか∙なおと）1、河原∙彩（かわら∙あや）1、田本∙奈津恵（たもと∙なつえ）1、
芝山∙和則（しばやま∙かずのり）1、重野∙かおる（しげの∙かおる）1、安井∙正英（やすい∙まさひで）2

1NHO 七尾病院看護部、2NHO 七尾病院呼吸器内科

【目的】重症心身障害児（者）病棟の環境に対するAir-dogの有効性を明らかにする。【方法】
4人床においてAir-dogを病室中央に設置し、病室のドアを閉め換気扇未使用の状態でAQI
とCO2値を評価した。（1）Air-dog稼働時及び、無稼働時で4時間毎にAQIとCO2値を評
価した。（2）シーツ・オムツ交換「直前・直後・15分後・30分後」に評価した。（3）吸入「直前・
直後・15分後・30分後45分後・60分後」に評価した。【結果】（1）AQI値の測定ではAir-
dogを稼働することで、すべての時間帯で低下した（p＜0.05）。CO2値はすべての時間帯
で差がない状態であった。（2）シーツ交換では15分・30分後にAir-dog稼働群で有意に低
下した（p＜0.05）。オムツ交換では差がみられなかった。（3）吸入では45分・60分後に
Air-dog稼働群で有意に低下した（p＜0.05）。【考察】AQIは12時～ 20時に高値となり一
方CO2値には変動がないことが判明した。シーツ交換及び吸入によりAQIが著増すること
もわかった。これらに対しAir-dogによりAQIが低下し有用性が示唆された。一方CO2は
Air-dogの機能に関連しないことが確認された。【結語】重症心身障害児（者）病棟において
Air-dogは有用であることが示唆された。

P2-149-3
重症心身障害児（者）の安全な移乗介助に対する意識変化への取り組み～移
乗介助の模擬体験を通して～
石渡∙聖也（いしわたり∙せいや）、松田∙美智子（まつだ∙みちこ）、吹越∙友春（ふきこし∙ともはる）、佐々木∙裕美（ささき∙ひろみ）、
尾崎∙久子（おざき∙ひさこ）、山口∙道代（やまぐち∙みちよ）

NHO 八戸病院看護部

【はじめに】重症心身障害児（者）（以下重症児）は、内服薬による影響や、体の変形、拘縮に
より骨折のリスクが高くなる。A病棟では2022年度2件の骨折事例が発生したが、原因は
特定できなかった。日常生活援助時の外力による可能性も考えられる。そのため介助を受
ける重症児の心理や身体的負荷を看護師自身が体験をすることで安全な介助について振り
返りたいと考えた。特に外力の影響を受けやすい移乗介助を体験し、看護師の意識変化を
探った。【研究目的】移乗動作の模擬体験を行い骨折の危険性や怖さを感じることが、重症
児への安全な移乗介助に向けた意識付けになるかを明らかにする。【研究対象】重症心身障
害児（者）病棟看護師28名【研究方法】4人1組でスライディングボード（以下スライダー）の
模擬体験を重症児役・介助役となり行った。その場面で移乗に関する安全な入浴介助到達
チェックを行った後、体験者同士で意見交換した。模擬体験の直後及び2週間経過後で質問
紙調査による意識調査を行った。【結果と考察】恐怖感を感じたとの回答が抱きかかえ66%
スライダー 85%だった。患者役の70％からスライダー移乗の速度が速いとの指摘があっ
た。患者役からの意見の内スライダーでは37％、抱きかかえでは30%が声掛け等のコミュ
ニケーションに気を付けてほしいとの意見があった。体験から2週間経過後の調査では、
93%が体験前より安全に注意するようになったと回答した。看護師同士が情報共有し、重
症児は骨が脆く骨折しやすいという意識をもってゆっくり愛護的なケアを行うことが大切
である。【結論】模擬体験により、移乗介助時の速度や声掛けに気を付けるなど、看護師の
意識に変化があった。

P2-149-2
兵庫あおの病院重症心身障害児（者）患者の骨折歴と変形・関節拘縮との関
係性
安田∙夏盛（やすだ∙なつしげ）1、松田∙和江（まつだ∙かずえ）2、宮本∙満（みやもと∙みつる）2、洪∙文武（こう∙ふみたけ）2、
川口∙悟（かわぐち∙さとる）2

1NHO 大阪医療センターリハビリテーション科、2NHO 兵庫あおの病院リハビリテーション科

【目的】
重症心身障害児（者）（以下、重症児（者））の骨折のリスク因子として、変形や関節拘縮はリ
スク因子と考えられているが、定量的に検証している研究は少ない。今回は障害児の包括
的評価法マニュアル（Japanese assessment set for pediatric extensive rehabilitation 
;Jasper）（以下、Jasper）の中の変形・拘縮評価法を用いて重症児（者）の変形・関節拘縮
を評価し、骨折のリスク因子になっているかどうかを調査したので報告する。

【方法】
2023年8月時点で兵庫あおの病院に入院している重症児（者）194名を対象に、Jasperの
変形・拘縮評価法のslow stretch版を用いて拘縮を評価した。入院されてから一度でも骨
折したことがある方を骨折歴あり（46名）、一度も骨折していない方を骨折歴なし（148名）
と分類した。検定はwelchのt検定を用い検証した。

【結果】
骨折歴あり群の点数は47.1±17.8点、骨折歴なし群の点数は56.7±18.8点となり、有
意差（p＜0.01）を認めた。

【考察】
重症児（者）は身体の介助を必要とする場面が日常的にあり、変形や関節拘縮があると身体
の介助が結果的に強い外力となってしまい、骨折してしまうのではないかと考えられる。

【結論】
今回の調査で重症児（者）の変形・関節拘縮の程度と骨折歴との関係性が明確化された。重
症児（者）の疾患の特性上、変形や関節拘縮は生じてしまいやすいため、ポジショニングや、
関節に負荷をできるだけ掛けない介助方法の共有など、病棟と緊密に連携し、骨折対策を
していく必要がある。

P2-149-1
重症心身障害児者の爪切りによる外傷が生じた現状と分析
橋口∙香（はしぐち∙かおる）、野澤∙涼子（のざわ∙りょうこ）、宮村∙麻子（みやむら∙あさこ）、渡辺∙竜太（わたなべ∙りょうた）、
俵木∙千恵（ひょうき∙ちえ）

NHO 西新潟中央病院看護部

【目的】
 重症心身障害児者への爪切りのインシデントが毎年複数件発生し、スタッフは爪切りへの
不安を感じている。そこで爪切りの実践を困難にしている因子を調査しスタッフ側のイン
シデントにつながる要因を明らかにして今後のケアに活かしたいと考えた。

【研究方法】
2021年～ 2023年の3年間に発生した爪切りに関するインシデントの分析及びA病棟に勤
務する看護師と介護士への質問紙調査を実施。爪切りに対する意識の差を明らかにするた
めt検定を行った。

【結果】
 質問紙調査から重症心身障害者病棟勤務年数4年目以下と5年目以上では苦手意識に有意
差はなかった。また患者の特徴である急な体動、不随運動、手の拘縮、巻き爪などの状態
が困難要因としてあげられた。

【考察】
 爪切りに関するインシデントは職種や経験年数に関係なく、誰にでも起こりえる事象であ
る。重症心身障害児者は急な体動、手の拘縮、爪の特徴があるため一般的な爪切りに対す
る知識や技術では、苦手意識の軽減にはつながらないと考えらる。また5年目以上の看護師
は患者の特徴を理解し爪切りが困難である事を予想するため、経験が4年未満と苦手意識を
比較した場合、有意差はなかったと思われる。爪切りを2名で行う事は安全の確保ができ、
患者に不利益を与えない爪切りができるのではないかと考える。

【結論】
 爪切りに関するインシデントは職種や経験年数に関係なく、誰にでも起こりえる事象であ
る。重症心身障害児者の爪切りを介助者2人で行う事は患者の安全確保につながり、インシ
デント発生の減少につながると考える。今後、研究結果を基に患者の特徴や個々に合わせ
た爪切り方法や対策を立案し実施していく。
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P2-149-8
気管カニューレ固定におけるT-CUBEの有用性
河原∙彩（かわら∙あや）1、谷内∙まり子（やち∙まりこ）1、喜田∙侑乃（きだ∙ゆうき）1、芝山∙和則（しばやま∙かずのり）1、
重野∙かおる（しげの∙かおる）2、安井∙正英（やすい∙まさひで）3

1NHO 七尾病院1階病棟、2NHO 七尾病院看護部、3NHO 七尾病院呼吸器内科

【はじめに】気管カニューレとカテーテルマウント固定に加工したスポンジ（T-CUBE）が有
用であった症例を経験したので報告する。【症例】60代　男性　脳性麻痺　終日呼吸器装着。
側弯や筋緊張、首を左右に動かす動作等により気管カニューレのずれが生じやすい状態で
あった。4点固定するSASAEを使用したが、カニューレのずれは改善しなかった。【T-CUBE
の有用性の検討】気管カニューレとカテーテルマウントの接続部が入る溝をつけたT-CUBE
を作成し有用性を検討した。臥床時、ギャッジアップ時の仰臥位、右側臥位、左側臥位で
T-CUBE未使用時、使用時のカテーテルマウントのずれを比較した。T-CUBE使用により、
ずれは全て減少した。【結語】気管カニューレとカテーテルマウントの固定にT-CUBEは有
用であった。

P2-149-7
補装具作製における多職種連携の取り組みについて
仲村∙大地（なかむら∙だいち）1、仲山∙卓志（なかやま∙たくし）1、田崎∙尚孝（たざき∙なおたか）1、川満∙徹（かわみつ∙とおる）2

1NHO あわら病院リハビリテーション科、2NHO あわら病院小児科

【はじめに】補装具には義肢や装具などに加え、日常生活の補助となる車椅子や座位保持装
置、移乗補助具も該当し、座位姿勢の保持や移乗介助にも関与している。作製において、
関係職種の関与の仕方や程度は各施設で様々である。今回、補装具作製における多職種連
携について当院での取り組みを報告する。【これまでの課題】当院では補装具作製を行う際
にリハビリテーション科が主導となり、家族・行政・業者などへの連絡や調整を行ってい
た。指示系統が統一されているメリットの反面、多職種での情報共有が疎かとなり、関係
職種の専門性を反映した補装具の作製が行えていなかった。【改善方法】1.院内関係職種の
情報共有と、専門性を活かした意見の集約を図る目的でカンファレンスの開催を手順化し
た。2.作製行程における関係職種の役割を明確にし、関係職種ごとの専門性を活かした役
割分担を明確にし、マニュアルを作成した。【結果】1.作製前にカンファレンスを行うことで、
関係職種の意見を集約することが可能となり、病棟ADLや身体機能面に配慮した補装具の
作製が可能となった。2.各職種の役割分担を明確にすることで、家族や各職種が作製行程
の進捗状況の把握が可能となった。【考察】関係職種の意見を集約することで、対象患者の
ADLやQOLに寄与する補装具を作製することができた。また、マニュアルを作成したこと
で、補装具の作製行程の進捗状況の把握がしやすくなったと考えられる。【まとめ】・カンファ
レンスを開催し関係職種の意見をまとめることで、患者に適した補装具を作製することが
できた。・マニュアルを作成することで、進捗状況の把握が可能となった。

P2-149-6
動く重症心身障がい児（者）の行動障害減少に対する取り組み～玩具の使用
を試みて～
吉野∙あかね（よしの∙あかね）、永井∙槙之介（ながい∙しんのすけ）、岡田∙卓也（おかだ∙たくや）、蟹谷∙典子（かにたに∙のりこ）、
野村∙博恵（のむら∙ひろえ）、山本∙美保（やまもと∙みほ）

NHO 北陸病院看護科

【キーワード】
動く重症心身障がい児（者）、行動障害、玩具、唾液アミラーゼ活性値

【はじめに】
先行研究において、玩具の使用や環境調整などで強度行動障害の自傷行為が軽減されたと
報告されている。また、反応が乏しい重症児・者の心理状態の評価に唾液アミラーゼ活性
値（以下AMY値とする）が応用できる可能性があると報告されている。
今回強度行動障害を有する重度精神遅滞の患者A氏に対し、行動障害発生時に玩具を用い
る事で行動障害の軽減に繋がるかAMY値を測定し検証した。

【方法】
1.期間
R5年9月～ R6年1月
2.データ収集方法
玩具を使用しない状態での行動障害があった時と行動障害がない時のAMY値を測定する。
行動障害発生時に玩具を渡し、玩具を渡す前と玩具を渡した10分後のAMY値を測定する。
同時に行動回数を記録した。玩具は対象者の好みが明確でないため、音と形の異なる3種類
を用い評価した。
3.分析方法
玩具使用前後の行動障害の回数をウィルコクソン検定を使用し比較分析した。

【結果】
一般的にはAMY値の基準値は0-30KULであるが、A氏は玩具使用前の行動障害がない時
も50-70 KU/L 、行動障害発生時には3-212 KU/Lを示した。
玩具使用前後の行動障害の回数を比較した結果、玩具3種類全てにおいて有意差を認めな
かった。行動障害発生時のAMY値と、玩具を渡した10分経過後のAMY値の変動はわずか
だった。

【まとめ】
今回の取り組みでは行動障害発生時に玩具を用いる事で行動障害の軽減に繋がることは検
証出来なかった。しかし、A氏が高いストレスを抱え行動障害に至っていることは明らかで
あり、今後もA氏の行動障害軽減に対しての取り組みを常に模索していきたいと考える。

P2-149-5
蜂窩織炎を繰り返す重症心身障害児者に対するフットポンプの活用につい
ての報告
芦田∙楓音（あしだ∙かの）1、小川∙陽子（おがわ∙ようこ）1、山田∙祐司（やまだ∙ゆうじ）1、近藤∙江美（こんどう∙えみ）1、
潤井∙千華（うるい∙ちか）1、弓岡∙美咲（ゆみおか∙みさき）1、宇野∙椋哉（うの∙りょうや）1、原∙晃啓（はら∙あきひろ）2

1NHO 長良医療センターリハビリテーション科、2NHO 長良医療センター小児科

【はじめに】蜂窩織炎は真皮深層から皮下組織に生じる細菌感染症であり、重篤な場合死に
陥る可能性がある。重症心身障害児者は様々な障害や合併症を呈しやすく、日常的な感染
症予防が重要である。フットポンプは静脈血の還流を促進させ下肢の静脈うっ滞を軽減す
る効果が示されており、蜂窩織炎の再発予防に効果を示した先行文献も存在する。しかし、
重症心身障害児者に対して使用した報告はほとんどない。よって今回は、重症心身障害児
者に対し循環状態の維持・改善、蜂窩織炎の予防を目指しフットポンプを活用、結果とし
て蜂窩織炎の発症を減少させることができたため報告する。

【症例】40 代女性脳性麻痺、BMI22.4、GMFCS Vで ADL 全介助である。X年分娩時心停
止により脳性麻痺、X年＋22 年頃より誤嚥性肺炎にて入退院を繰り返し在宅療養困難に
なった為長期療養目的で当院入所中である。入所後 X＋30.31 年に気管切開、胃瘻造設し
栄養は全て胃瘻注入にて行っている。蜂窩織炎の発症歴は令和 4 年度に 3 回であり、全て
大腿部に生じている。

【方法】遂次型空気圧式マッサージ器を使用。評価期間は 1 年、使用時間は PT 介入時に 
15分/回実施。頻度は 5 回/週より開始し 3 回→1 回/週と漸減的に減らした。観察項目
として皮膚状態、末梢冷汗、呼吸状態、BT を挙げた。

【結果と考察】導入から 1 年間、蜂窩織炎の再発やその他呼吸器感染症等は無かった。また
皮膚状態に変化はなく、浮腫や末梢冷汗はフットポンプ導入後より徐々に改善傾向にあっ
た。継続的な活用により循環障害が改善され感染に繋がらなかったと考える。今後はデー
タの蓄積に加えより具体的な評価について更なる検討が必要である。
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P2-150-4
入浴ケア困難症例に対する職員の介入意識の実態を明らかにするための取
り組み～カンファレンスを通して介入意識の実態を見出す～
平山∙智草（ひらやま∙ちぐさ）、下地∙育子（しもじ∙いくこ）、今里∙憲太郎（いまざと∙けんたろう）、幸地∙友恵（こうち∙ともえ）、
與那覇∙真奈美（よなは∙まなみ）、大浦∙桂子（おおうら∙けいこ）

国立療養所宮古南静園看護課

【目的】入浴ケア困難な症例に対し個別的アプローチ方法を見出すことで職員の介入意識の
実態を見出す。【方法】対象：B棟看護師及び介護員69名期間：2023年8月上旬～ 10月下
旬　データ収集方法1.入浴ケア困難であるA氏の入浴介助に伴うアンケートを作成し職員
の意識調査を実施2. 調査結果をもとにカンファレンスを実施。個別的アプローチ法を検討
し介入3. 介入後アンケートを行い職員の介入意識の変化を比較所属施設の倫理審査委員会
で承認を得た。【結果・考察】1．事前意識調査　78.3％の職員が声掛けや促しを行っており、
介入できていない要因とはなり得なかった。また、個人的尊重の側面を考慮した対応が必
要との意見があり、倫理的側面を含めた評価をする必要があった。断られた場合の対応に
ついて40％の職員が「本人の意向に沿って行わない」と回答しており、職員の倫理的価値観
のずれ（A氏個人の尊重や職員間の清潔保持に対する価値観の相違）が、介入意識の違いに
影響しているのではないかと考えられた。2．カンファレンス・介入後意識調査「本人の意
向に沿って行わない」「時間をおいて再度声掛けをする」と答えた職員が減少し、「代用のケ
アに切り替える」との回答が増加したのは、カンファレンスで職員間の情報や価値観の共有
を図り、同時に倫理的側面における擦り合わせが行えた結果、個別的アプローチ方法を見
出すことができ意識の変化に繋がったと推測される。【結論】カンファレンスで個別的アプ
ローチ方法を見出し実践することで、職員の入浴介入意識の違いに影響していた。

P2-150-3
整形外科病棟におけるリハビリカンファレンス改善に伴う看護師の意識・
行動変容”他職種との連携”
浅沼∙芹南（あさぬま∙せりな）、阿部∙千秋（あべ∙ちあき）、伊藤∙美里（いとう∙みさと）、高橋∙海鈴（たかはし∙かりん）、
宮田∙殊李（みやた∙しゅり）、佐藤∙可奈子（さとう∙かなこ）

NHO 仙台医療センター整形外科

【はじめに】A病棟は急性期整形外科病棟であり、術後の疼痛や安静に伴い、ADLが低下す
るケースが多い。運動機能の回復・維持・向上のためにリハビリテーション（以下リハビリ）
が必要になる。昨年の研究結果では「多忙、リハビリの優先順位が低い、リハビリ方法の指
標がない等の要因で80%の看護師が病棟リハビリを負担に感じており、68%の看護師が病
棟リハビリを日常的に行っていない」という結論となった。A病棟では週1回リハビリカン
ファレンス（以下リハカン）を実施しているが、具体的なリハビリ内容が分からないという
意見が多く、リハビリスタッフと連携しリハカン内容を修正することで病棟リハビリの意
識づけになると考えた。【目的】リハカンシートを改善することで、看護師の意識・行動変
容を明らかにする。【方法】1.リハカンシート入力者の変更2.リハカン後の看護師の一連の
行動3.リハカン後の伝達方法の明確化の3つを改善し、昨年と同様のアンケートで集計し
た。【結果・考察】病棟リハビリを日常的に行えているかという質問に対しはいと回答した看
護師の割合は昨年32%だったのに対し、今年は50%へ増加していた。今回の取り組みで看
護師の病棟リハビリに対する関心・意識が好転し、他職種との連携の必要性を再確認する
ことが出来た。しかし、他業務と比較してリハビリの優先度が低い、病棟リハビリの時間
を確保することが難しい等と感じる看護師も昨年と同様に一定数いた。【結論】1.本研究の
取り組みは看護師の病棟リハビリに対する意識づけになった。2.看護師の大きな行動変容
はなかった。3.病棟リハビリの認識統一と実施に向け、その必要性や効果などを周知して
いく必要がある。

P2-150-2
がん専門病院小児病棟における、個別性の高い看護実践のための情報共有
の取り組み～カンファレンスと記録の充実をめざして～
谷中∙奈菜（やなか∙なな）、鈴木∙唯（すずき∙ゆい）、杉澤∙亜紀子（すぎさわ∙あきこ）、佐藤∙香（さとう∙かおり）、
伊藤∙知亜紀（いとう∙ちあき）

国立がん研究センター中央病院看護部

【はじめに】当院の小児病棟では、幅広い年齢の患児が化学療法、手術、治験など様々な目
的で入院し、診療科も混在していることから個別性の高い看護が求められる。しかし日々
の担当看護師の患児への関わり、治療や処置に臨む患児の様子が共有されず、統一した看
護に繋がっていない現状にあった。より個別性の高い看護を展開するために情報共有を行
う必要があると考え、改善に向け取り組みを進めた。【目的】カンファレンスや看護記録を
通して日々の子どもの様子を共有し、個々の子どもに合った介入を検討できるようにする。

【方法】1.各看護師の情報を共有し個別の介入を検討するためにカンファレンスを実施でき
るようにした。開催時間の固定、カンファレンスの手順の作成、ナースステーションへの
掲示を実施してカンファレンス実施に対する意識の向上を図った。また、必要時には医師、
子ども療養支援士にもカンファレンスへの参加を依頼した。2.日々の介入と患児の様子に
ついて記録を経過表に残すよう、看護師に周知した。【結果】平日のカンファレンス実施率
は28％から介入後100％へ上昇した。経過表での患児の様子の記録率は介入後42％となっ
た。病棟看護師5人（経験年数1 ～ 3年）にインタビューを実施したところ、全員がカンファ
レンスの必要性を感じているとの回答であった。【考察】カンファレンスの開催と子どもの
様子の記録による情報共有を行うことで、看護師が情報を持ち寄り、個別性の高い看護の
提供を考えることに繋がった。「子どもの持っている成長する力を引き出す関わりができる」
質の高い看護の提供にあたりカンファレンスの実施は有効であり、その継続と更なる質向
上が課題である。

P2-150-1
複数診療科を有する個室病棟において看護師が医師と円滑に情報共有を図
るための取り組み
瀬能∙麻実（せのう∙あさみ）、鵜飼∙榛乃（うかい∙はるの）、大野∙愛奈（おおの∙まな）、高野∙美玖（たかの∙みく）、
千葉∙育子（ちば∙いくこ）、笹井∙恵美子（ささい∙えみこ）、近藤∙美紀（こんどう∙みき）、矢口∙亜季（やぐち∙あき）

国立がん研究センター東病院特別個室病棟

【背景・目的】当病棟は特別個室病棟であり、当院が標榜する19診療科全ての入院患者を受
け入れているため、各診療科の医師と直接情報共有する機会が少ない現状がある。そのため、
病棟の25人（80％）の看護師が医師との連携に自信がないと感じており、コミュニケーショ
ンエラーによるインシデントが発生していた。そこで、看護師が医師と円滑に情報共有を
図ることを目的に本取り組みを行った。【方法】インシデント件数の多い診療科3科に窓口
看護師チームを設置し、窓口看護師と医師で意見交換した内容を病棟看護師に共有できる
ようにした。また診療科毎のファーストコール順を整理・周知し、診療科毎の共有ファイ
ルの作成、SBARを用いた報告の方法について勉強会を企画した。【結果】インシデント件数
は取り組み前と比較して10件/月から2件/月へ減少した。報告が伝わるようになったと
実感する看護師が増加し、医師との連携に自信がない病棟看護師は10人（29％）へ減少し
た。医師からは「手術中のコールがないことで集中できるようになった」「ルール変更を誰
に言えばいいかわかりやすくなった」といった意見が得られた。【考察】本取り組みでは、病
棟看護師が自信がないと感じていた医師看護師間の連携に焦点を当てて介入したことでイ
ンシデントが減少し、看護師と医師からポジティブな意見が得られた。連携を密に図るこ
とができる環境や関係性の構築を進めていく取り組みは、看護師の疑問や不安が解決でき、
医療安全面に寄与する結果に繋がったと考える。
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P2-150-8
高度急性期病院で勤務する副看護師長の能力開発シートの導入に関する実
践報告
上村∙一郎（かみむら∙いちろう）、須永∙直人（すなが∙なおと）、鈴木∙順子（すずき∙じゅんこ）、川口∙智美（かわぐち∙ともみ）、
浅野∙裕美子（あさの∙ゆみこ）

国立国際医療研究センター病院看護部

はじめに　高齢化や医療技術の進歩に伴い、高度急性期病院における看護管理者の役割は
ますます重要である。副看護師長は、看護実践者でありつつ看護管理能力も求められる。A
病院ではこれまで副看護師長の能力を可視化する指標がなかった。今回、看護管理者とし
てのマネジメントラダーを構築するため、副看護師長ハンドブックを活用して自己の現状・
課題の可視化と管理能力の向上を図る取り組みとして、能力開発シートおよび評価表を作
成し実施した。方法　対象者はA病院に勤務する副看護師長72名であった。評価項目はA
病院副看護師長ハンドブックに基づく9つの能力[コミュニケーション力][リーダーシップ
力][部下育成力][自己教育力][状況感知力][企画力][意思決定力][組織変革力][研究的能
力]とした。集計方法は単純集計とし、評価指標は日本看護協会の看護管理者マネジメント
ラダー等を参考に独自に作成した。結果　72名全員から2回の回答を得た。全項目において、
1回目から2回目にかけて平均0.1 ～ 0.3の上昇が見られた。特にコミュニケーション力と
企画力は平均0.3 ～ 0.4の上昇が見られた。副看護師長としての経験年数が6年以上の者は
5年以下の者より高得点を示した。考察　副看護師長は部署における看護実践ならびに教
育的役割があるため、人事管理能力の点数が戦略的能力に比べて高くなった可能性がある。
戦略的能力は研究的能力や組織変革力なども求められ、組織経営や新たなエビデンスの導
入・検討に対する俯瞰した能力が必要であり、人事管理能力より低くなったと考えられる。
数値が低い項目についても、評価指標を活用し意図的に実践することで看護管理能力の向
上が期待できると示唆される。

P2-150-7
ヘルシーワークプレイスを目指す小規模手術室の業務改善
小野∙妙子（おの∙たえこ）

NHO 広島西医療センター看護部手術室

【背景】当手術室は、部屋数2、看護スタッフ10名の小規模手術室である。スタッフは、毒
性の強い薬剤を用いた化学滅菌や、緊急時の対応に不安を抱えているが、改善できていな
い状況があり、看護管理者として職場環境の改善の必要性を感じた。

【目的】業務上の危険や心理的ストレスを軽減する職場環境を整える
【業務改善の実際】問題点1「グルタラールを用いた化学滅菌」当手術室では、尿管鏡を使用
した手術を年間約40件実施している。尿管鏡は外来と共有し、本数、使用頻度からグル
タラールで化学滅菌している。グルタラールは、人体に毒性があり取扱に注意を要するが、
室内の換気状況は悪く、暴露防止対策は手袋のみで危険な状態であった。他院の状況調査後、
実施可能な改善策を病院へ提案し、防護具の使用と換気設備の改善が図れた。問題点2「手
術中の緊急対応」院内の緊急招集システムは確立されているが、手術中の緊急事態には対応
が難しい。また、手術室内の応援要請手段が限られ、スタッフは緊急対応について不安があっ
た。手術室内の緊急コールシステム設置やフローチャートを作成し、緊急時に応援者を呼
べる体制を整えたことで、スタッフの心理的ストレスの軽減につながった。

【考察】業務改善によりスタッフの将来的な健康に対する懸念払拭や緊急時の不安軽減に繋
げることができた。「看護職の安全と健康に配慮した労働安全衛生ガイドライン」の中で、「看
護管理者は、職場における業務上の危険を管理し、看護職が自分自身の健康づくりに取り
組むことを支援する役割を担っている」とされている。今後もヘルシーワークプレイスを目
指し、スタッフの意見を取り入れた業務改善に取り組みたい。

P2-150-6
病棟看護師による主体的な退院支援に向けた取り組み（第1報） 
DPC期間IIを超えた患者の実態把握から見えたこと
石塚∙裕美子（いしづか∙ゆみこ）1、岡田∙弥生（おかだ∙やよい）1、渡辺∙歩美（わたなべ∙あゆみ）1、小林∙邦枝（こばやし∙くにえ）1、
大倉∙繁季（おおくら∙しげき）1、宮嶋∙純子（みやじま∙じゅんこ）1、永島∙かおり（ながしま∙かおり）2

1NHO まつもと医療センター看護部、2NHO 横浜医療センター看護部

【目的】
DPC期間IIを超えて入院していた患者の実態を明らかにすることにより、病棟看護師が退
院支援に主体的に関わるための示唆を得ることを目的とした。

【方法】
2023年4月時点でDPC算定病棟に入院していた患者175名のうち、DPC期間IIを超えて
いた66名を調査対象とした。調査方法は、先行研究を参考に患者属性（年齢、主病名、診療科、
予定・予定外入院か、入院前後の生活の場所、家族構成、入院回数、医療処置、経済的問題、
MSW介入など）、患者要因（技術の習得遅延など）、家族要因（家族希望・都合など）、医師
要因（治療方針など）、看護師要因（退院指導の遅延など）、院外要因（在宅サービス支援者や
転院先との調整遅延）の視点で電子カルテから情報収集した。

【結果】
患者側の要因として、原疾患の悪化による継続治療から、やむを得ない入院延長が明らか
になった。その一方で、入院早期の患者家族からの情報把握不足に加え、急性期治療が落
ち着いてから退院支援を開始するなどの、看護師と医師間の院内職種との情報共有不足に
起因して、入院期間が延長している実態も明らかとなった。

【考察】
患者家族への情報収集不足については、受け持ち看護師の役割を明確にすることにより、
入院早期から患者家族の意向や入院前の生活に関する情報把握を行い、情報を多職種で共
有するための院内のシステムづくりの必要性が示唆された。
また、受け持ち看護師は、得られた情報を元に医師に治療方針の確認を行い、適時に退院
支援に着手し計画的な支援ができるよう、退院カンファレンスや看護計画の有効活用が主
体的な退院支援に繋がることが示唆された。

P2-150-5
術後疼痛管理チーム活動の病棟内認知調査
奥野∙貴子（おくの∙たかこ）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

【はじめに】当院では2023年1月術後疼痛管理チームを立ち上げ活動を開始した。術後疼
痛管理チームの活動（以下、チーム活動）は病棟内で理解されていると感じていたが、病棟
看護師から術後疼痛についての相談や問い合わせなどがない為、このチーム活動を病棟内
で認知してもらえていないのではないかと疑問を持った。【目的】術後疼痛管理チーム活動
の病棟内での認知状況を明確にする【調査方法】研究観察（研究参加の同意書に署名を行い、
無記名でアンケート回答を行う実態調査）期間：2024年2月～ 3月、対象者：術後患者を
受け入れる当該病棟看護師42名【倫理的配慮】対象者に文書で説明し同意を得た。当院の倫
理調査委員会臨床研究番号（TNH-R-2023030-2）【結果】アンケート回収率100％、病棟看
護師の経験年数は6年以上68%、制度が新設されたことを知らない58%、チーム活動に必
要な情報を知らない63％、術後疼痛看護で困ったことがある48%、又自由記に「チームは
独自で行動している」と意見があった。【考察】病棟看護師の経験年数は中核を担う年代が多
かった。チームの新制度を知らない割合が5割以上あることから、病棟看護師へ新制度の情
報が伝達できていなかった為正しい知識の普及が必要である。チーム活動に必要な情報が
十分に理解されておらず情報交換ができていない。そのため術後の疼痛看護にも活かせて
いない。これらがチームと連携ができていない要因であることがわかる。【結論】病棟内で
のチームの認知が低い。制度の正しい知識の普及、病棟とチームの連携に必要な情報の周知、
関心が持てる活動が課題である。
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P2-151-4
ICU・HCU患者におけるTAZ/PIPC投与に伴う低カリウム血症の実態調査
赤岩∙愛記（あかいわ∙なるき）1、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）1、茂野∙絢子（しげの∙あやこ）1、上田∙真也（うえだ∙しんや）1、
新保∙一（しんぼ∙はじめ）1、栗原∙智宏（くりはら∙ともひろ）2、軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）1

1NHO 東京医療センター薬剤部、2NHO 東京医療センター救急科

【目的】
タゾバクタム・ピペラシリン（TAZ/PIPC）は、さまざまな感染症治療に欠かせない広域抗
菌薬である。2020年の添付文書の改訂において、重大な副作用の項に「低カリウム血症」
が追記され発症率は4.0％とされた。しかし、実臨床ではより高頻度で発症すると指摘す
る報告があること、またICU・HCU患者を対象とした報告はないことから、本調査では
ICU・HCU患者においてTAZ/PIPC投与に伴う低カリウム血症（低K血症）の発症率とリス
ク因子を探索した。

【方法】
2021年1月から2022年12月までの2年間、ICU・HCUにおいてTAZ/PIPC投与に伴う
低K血症の発症率およびリスク因子を調査した。透析患者をはじめ投与前から低K血症を発
症していた患者、低K血症を発症する可能性のある薬剤を併用していた患者は除外した。

【結果】
解析対象のうち、40/210例（19.0%）で低K血症がみられた。また、18/40例（45.0％）
が投与開始後2日目に発症し、36/40例（90.0%）が軽症例（3.0 mEq以上3.6 mEq未満）
であった。さらに、高齢者をはじめ女性や高用量投与患者では、発症率が高くなる傾向にあっ
た。

【考察】
ICU・HCU患者において、TAZ/PIPC投与に伴う低K血症の発症率は添付文書に記載の発
症率よりも高く、高齢者や女性、高用量での投与がリスク因子であることが示唆された。ま
た、低K血症の発症時期は早く、重症例（3.0 mEq/L未満）は少なかった。これは、ICU・
HCUでの頻繁な血液検査によって早期に低K血症を発見できていた可能性が考えられる。

【結語】
TAZ/PIPC投与時は、早期から頻回な血清K値のモニタリングが重要である。

P2-151-3
抗微生物薬適正使用に係るTDMの取り組み
廣田∙侑真（ひろた∙ゆうま）、篠原∙桃子（しのはら∙ももこ）、神長∙雅浩（かみなが∙まさひろ）

NHO 宇都宮病院薬剤部

【背景・目的】バンコマイシン（以下、VCM）の薬物血中濃度モニタリング（以下、TDM）では、
AUCを指標とする投与設計を行うことが推奨されている。TDMを実施する際は、感染源
や体重、血清クレアチニン値等の患者情報を評価し、適切なタイミングで血中濃度の採血
を実施する必要がある。抗菌薬適正使用支援チーム（以下、AST）の業務を通して、血中濃
度の採血結果に薬剤師がタイムリーに介入できていない症例が散見していることが判明し
た。今回はその原因を調査し、TDMの運用を改善した取り組みについて報告する。

【方法】当院では毎週金曜日のASTカンファレンスに向け、薬剤師が資料を作成している。
1.資料作成時に病棟担当薬剤師へTDM実施状況を聴取した。2.特定薬剤治療管理料算定要
件を満たすための診療録記録用テンプレートを作成した。3.病棟専任の薬剤師と医薬品情
報管理室の薬剤師によるカンファレンスでTDMの運用や記録用テンプレートについて共有
し、運用を開始した。4.VCMを使用している病棟担当薬剤師へTDM実施状況について定
期的に確認した。

【結果】病棟担当薬剤師へ聴取した結果、血中濃度の採血日を把握できていないことが判明
した。採血予定の提案を意識できる記録用テンプレートの運用を開始し、継続したAST担
当薬剤師の確認によって、血中濃度採血に対してタイムリーに介入することができた。

【考察】抗微生物薬適正使用の推進として、TDMの記録用テンプレートの作成が有効的であ
ることが示唆された。特定薬剤治療管理の質の維持・向上のために、今後もAST担当薬剤
師の継続した介入が必要だと考える。

P2-151-2
メロペネム供給停止の影響-多施設共同後ろ向き観察研究-
副島∙啓司（そえじま∙けいじ）1、高武∙嘉道（こうたけ∙よしみち）2、平田∙亮介（ひらた∙りょうすけ）2、西∙裕美（にし∙ひろみ）3、
塚田∙寛子（つかだ∙ひろこ）4、濱崎∙翔平（はまさき∙しょうへい）5、長崎∙洋司（ながさき∙ようじ）6、橋本∙雅司（はしもと∙まさし）2

1NHO 長崎医療センター薬剤部、2NHO 九州医療センター薬剤部、3NHO 福岡東医療センター薬剤部、 
4NHO 別府医療センター薬剤部、5NHO 鹿児島医療センター薬剤部、 
6NHO 九州医療センター感染症内科

【背景】カルバペネム系抗菌薬の一つであるメロペネム（MEPM）が、2022年8月に原薬由
来と考えられる異物混入が認められたため出荷停止となった。今回MEPM供給停止の影響
について後方視的に調査した。【方法】NHO九州グループ5施設にて、MEPM供給停止前
の2021/9-2022/2と供給停止後の2022/9-2023/2の期間における抗菌薬使用量、菌血
症死亡率、耐性菌発現率を比較した。【結果】対象施設の総病床数中央値（範囲）は549床

（405-702）であり、全施設で院内感染対策チームと抗菌薬適正使用支援チームが組織さ
れていた。カルバペネム系抗菌薬のDays of therapy中央値（範囲）は、供給停止前3.46

（2.11-4.16）から供給停止後1.02（0.75-2.54）に減少した。菌血症患者は、供給停止前
は637例、供給停止後は638例を解析対象とした。30日死亡率は、供給停止前81/546

（14.8%）、供給停止後103/525（19.6%）であった。（P=0.043）30日死亡の独立したリ
スク因子として、MEPMの供給停止、80歳以上、Pitt bacteremia score 4以上、血小
板数 10万未満、アルブミン値 2.5g/dL未満、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌菌血症が抽
出された。カルバペネム耐性緑膿菌の発現率は、供給停止前40/391（10.2%）、供給停止
後33/476（7.4%）であった。カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の発現率は、供給停止前
10/3503（0.003%）、供給停止後12/3207（0.004%）であった。【考察】MEPMの供給停
止により、カルバペネム系抗菌薬の使用量は大きく減少した。菌血症死亡は、MEPM供給
停止後に悪化している事が明らかとなり、また30日死亡の独立したリスク因子として抽出
されており、MEPM供給停止が菌血症の予後に影響を与えていることが示唆された。

P2-151-1
カルバペネム系抗菌薬の供給不安定に対する当院の対策
近藤∙響子（こんどう∙きょうこ）、鬼木∙紘実（おにき∙ひろみ）、座光寺∙伸幸（ざこうじ∙のぶゆき）、竹内∙正紀（たけうち∙まさき）

NHO 静岡医療センター薬剤部

背景・目的　2022年8月にカルバペネム系抗菌薬が供給不安定となった。当院では、敗血
症等の重症感染症の患者が多く、カルバペネム系抗菌薬を使用する機会が多かった。AST
活動にて適正使用の推奨を行っているものの、供給制限後は供給量に対して使用量が過剰
であった。また、カルバペネム系抗菌薬だけでなく、代替となる抗菌薬の供給も不安定と
なった。そこで、当院では医師への抗菌薬適正使用に関する再周知と、カルバペネム系抗
菌薬処方のAST許可制を導入した。今回、本対策における効果をAUD等の指標を用いて
評価した。方法　カルバペネム系抗菌薬使用量を見るため、J-SIPHEを用いてAUD,DOT
を算出した。許可制の導入は2023年1月に開始されたため、調査期間は導入前後1年間と
し、当院採用のカルバペネム系であるメロペネム、ドリペネムについて使用量を確認した。
結果　導入前後にてカルバペネム系抗菌薬の月平均AUD（DDDs/100bed-days）は実施前
0.95±0.54から実施後0.50±0.30となり約半数に減少、カルバペネム系抗菌薬の月平
均DOT（DOTs/100bed-days）も実施前1.34±0.81から実施後0.77±0.50と約半数に
減少した。考察　抗菌薬適正使用再周知及び許可制を導入したことにより、AUD,DOTが
減少した。その要因として、抗菌薬適正使用以外にもカルバペネム系抗菌薬の供給一時停
止による在庫減少が挙げられるが、カルバペネム系抗菌薬からの変更提案を行った抗菌薬

（CEZなど）の使用量増加から、AST活動による積極的な変更提案が大きな要因になったと
考えられた 。本対策は、AST活動による適正使用促進の手段として有用であると考えられ、
継続的な実践が望まれる。
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P2-151-8
金沢医療センターにおける抗がん剤による曝露調査（2023年度報告）
山田∙桃子（やまだ∙ももこ）1、田代∙匠（たしろ∙たくみ）1、宮澤∙憲治（みやざわ∙けんじ）1、山下∙紗瑛奈（やました∙さえな）1、
西田∙涼馬（にしだ∙りょうま）1、山森∙ゆみ（やまもり∙ゆみ）2、安達∙尚哉（あだち∙なおや）1、八田∙裕之（はった∙ひろゆき）1

1NHO 金沢医療センター薬剤部、2NHO 金沢医療センター看護部

【目的】金沢医療センターでは、抗がん剤曝露対策の取り組みとして、毎年抗がん剤による
環境曝露調査を行っている。2023年度に実施した環境曝露調査の結果について報告する。

【方法】抗がん剤調製室の安全キャビネット（BSC）内を、サンプリングシート法で調査した。
また、抗がん剤調製室のBSC足元床、PC・マウス（2箇所）の3箇所と、外来治療センター
の点滴スタンド下の床、リクライニングチェア、トイレ便座足元床の3箇所を、拭き取り法
で調査した。対象抗がん剤は、シクロホスファミド（CPA）、フルオロウラシル（5-FU）、パ
クリタキセル（PTX）およびゲムシタビン（GEM）とした。測定はシオノギファーマ（株）にて、
LC/MS/MSで実施した。

【結果】抗がん剤調製室について、BSC内からはいずれの対象薬も検出されなかった。BSC
足元床からはGEMのみが検出された。PC・マウスからは高濃度のCPAが検出された。外
来治療センターについて、トイレ便座足元床からは対象薬全てが検出された。

【考察】当院では2023年7月に抗がん剤分解薬剤のP-CLEARを導入し、抗がん剤調製室と
外来治療センターの清掃時に使用を開始した。BSC内とその足元床からは対象薬の検出が
少なく、P-CLEARによる清掃が十分に行えているものと考えられた。一方で、対象薬が多
く検出されたBSC付近のPCや外来治療センターのトイレ便座足元床については、より清掃
を徹底する必要性が示唆された。また、抗がん剤調製者以外の医療従事者の定期的な手袋
交換や、抗がん剤治療患者に対する曝露対策の指導等の啓蒙活動を検討する。

P2-151-7
化学療法誘発性嘔吐対策のステロイドが免疫関連有害事象に与える影響
薮内∙由里香（やぶうち∙ゆりか）1、藤本∙愛理（ふじもと∙あいり）2、高武∙嘉道（こうたけ∙よしみち）3、
筒井∙祐紀（つつい∙ゆき）4、中原∙萌子（なかはら∙もえこ）3、松尾∙圭祐（まつお∙けいすけ）5、上田∙和明（うえだ∙かずあき）1、
最勝寺∙雅広（さいしょうじ∙まさひろ）6、上原∙智博（うえはら∙ともひろ）7、川俣∙洋生（かわまた∙ようせい）8

1NHO 小倉医療センター薬剤部、2NHO 別府医療センター薬剤部、3NHO 九州医療センター薬剤部、 
4NHO 九州がんセンター薬剤部、5NHO 都城医療センター薬剤部、6NHO 南九州病院薬剤部、 
7NHO 沖縄病院薬剤部、8NHO 宮崎東病院薬剤科

【目的】免疫チェックポイント阻害剤（ICI）とプラチナ製剤併用では殺細胞性抗癌剤で確認さ
れている有害事象に加え、免疫関連有害事象（irAE）のリスクを孕んでおり、irAE治療の第
一選択はステロイドである。化学療法誘発性嘔吐（CINV）対策のステロイドがirAE発現に
影響を及ぼすかについての検討は我々の知る限りまだないため、その影響について後方視
的に検討した。【方法】2018年12月～ 2021年3月にNHO九州グループ8施設で非小細
胞肺癌に対してICI＋プラチナ製剤併用療法を開始した患者を対象とした。有害事象がirAE
かその他か判断できない患者、複数のICIを併用している患者、CINV対策及びirAE治療以
外でステロイド投与を行った患者、アプレピタントを未使用患者は除外した。ステロイド
はデキサメタゾン（DEX）静脈投与量に換算の上Receiver Operating Characteristi解析で
カットオフ値を算出し、ロジスティック回帰分析を用いてirAEリスク因子を多変量解析し
た。【結果】対象症例175例中、irAEは27例（15.4%）で認められ、DEXのカットオフ値は
15.9mgだった。多変量解析では扁平上皮癌（P = 0.01）、1コースの平均DEX量15.9mg
未満（P = 0.04）がirAE発現の有意なリスク因子として同定された。さらに、1コースの平
均DEX量15.9mg未満では皮膚障害の発現頻度が有意に高かった。【考察】CINV対策のス
テロイド投与はirAE発現率を低下させる可能性があり、1コースの平均DEX量15.9mg未
満では特に皮膚障害発現に注意が必要であることが示唆された。irAE発現頻度を下げるこ
とが抗免疫作用に起因する可能性を考慮すると、CINV対策のステロイド投与がICI治療効
果に及ぼす影響についても今後検討していく必要がある。

P2-151-6
イリノテカン投与患者における生菌整腸剤服用が遅発性下痢へ及ぼす影響
の検討
衛藤∙喬瑛（えとう∙たかあき）1、藤本∙愛理（ふじもと∙あいり）1、眞弓∙健介（まゆみ∙けんすけ）1、松尾∙圭祐（まつお∙けいすけ）2、
下村∙真代（しもむら∙まさよ）1、小山田∙純治（おやまだ∙じゅんじ）1

1NHO 別府医療センター薬剤科、2NHO 都城医療センター薬剤科

【目的】イリノテカン（CPT-11）は遅発性の下痢症状を引き起こすことがあり、その毒性は
消化管内pHの影響を受けるとされている。腸管内のアルカリ化が下痢発現の予防となる報
告はあるが、腸内の酸性化が下痢の発現率にどのように影響を及ぼすかの報告はまだない。
本研究では腸内pHを低下させる生菌整腸剤の使用がCPT-11による遅発性下痢の発現に及
ぼす影響を検討した。

【方法】2017年4月～ 2022年3月に別府医療センターにおいてCPT-11を投与開始した患
者を対象に診療録を後方視的に調査し、生菌整腸剤服用群と非服用群での遅発性下痢の発
現率を比較検討した。観察期間はCPT-11初回投与24時間後から10日までもしくは次回
投与日の前日までの何れか短い方とし、この期間に発現した下痢を遅発性下痢とした。質
的データの比較にはFisherの正確確率検定、量的データの比較にはMann-Whitney U検
定を用いて、有意水準5 %未満を有意差ありとした。

【成績】対象は計95例であり、大腸癌53例、肺癌20例、膵癌10例、胃癌 6例、子宮頸癌 3例、
その他3例であった。生菌整腸剤服用群は7例、非服用群は88例であり、遅発性下痢の発
現症例は、生菌整腸剤服用群で4例（57 %）、非服用群で21例（24 %）であった（P = 0.08）。
CPT-11の投与量の中央値は生菌整腸剤服用群で106（39-151）mg/m2、非服用群で117 
mg/m2（46-151）であり、両群間に有意差は認めなかった（P = 0.83）。

【結論】CPT-11投与患者における生菌整腸剤服用群では非服用群と比較して遅発性下痢の発
現率が高い傾向がみられたが、有意差は認められなかった。今後は更に症例を集積し、腸
内pHの低下が遅発性下痢の発現へ与える影響を検討していきたい。

P2-151-5
がん悪液質に対するアナモレリン塩酸塩錠の使用実態調査
前田∙七海（まえだ∙ななみ）、住吉∙恵（すみよし∙めぐみ）、高武∙嘉道（こうたけ∙よしみち）、大橋∙邦央（おおはし∙くにお）、
藤瀬∙陽子（ふじせ∙ようこ）、橋本∙雅司（はしもと∙まさし）

NHO 九州医療センター薬剤部

【背景】アナモレリンはグレリン様作用を有し、悪性腫瘍におけるがん悪液質を対象とした
新しい治療薬として期待されるが、実臨床での有効性や安全性など不明な点は多い。今回
アナモレリンの使用状況について後方視的に調査した。【方法】2021年7月1日から2023
年6月30日の期間にアナモレリンが処方された患者を対象とし、有効性や有害事象を評価
した。有効性に関してはアナモレリンを28日以上投与した症例を解析対象とし、体重やア
ルブミン値の変動率を検討した。【結果】対象は57例であり、投与期間中央値（範囲）は28
日（0 ～ 489）であった。アナモレリンを28日以上投与した症例は29例（50.9％）あり、
アナモレリン開始前後の体重変動率中央値（範囲）は4週、8週、12週時点で、それぞれ0％

（-19.5% ～ 12.0%）、3.0％（-14.6% ～ 20.3%）、1.8％（-15.6% ～ 13.1%）であった。ア
ナモレリン開始前後のアルブミン値変動率中央値（範囲）は4週、8週、12週時点でそれぞ
れ0.5％（-51.6% ～ 29.0%）、-2.9％（-30.8% ～ 52.9%）、1.3％（-33.3% ～ 88.2%）であっ
た。有害事象に関しては、悪心嘔吐（8.8%）、腹部膨満（3.5%）、下痢（1.8％）などがあった。
7日以内で投与を中止した症例は13例（22.8％）であり、中止理由としては悪心（4例）、気
分不良（1例）、腹部膨満（1例）などがあった。【考察】今回の調査では、アナモレリンの継
続的な投与が行われた患者は体重が増加した症例が多かったが、アルブミン値はほとんど
変化が見られなかった。また、主な有害事象は消化器症状であり、アナモレリンの早期中
止理由となっていた。今後、症例数を増やして有効性や安全性についてさらに検討してい
く必要がある。
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P2-152-4
依頼数が少ない院内検査項目の外注化の提案―「提案できる検査科」を目指
して2―
田中∙暁人（たなか∙あきひと）、牛窪∙真理（うしくぼ∙まり）、石川∙政志（いしかわ∙まさし）、増田∙佑亮（ますだ∙ゆうすけ）、
竹村∙寛昭（たけむら∙ひろあき）、上柿∙涼子（うえがき∙りょうこ）、宮木∙聡恵（みやき∙さとえ）、益田∙泰蔵（ますだ∙たいぞう）、
白石∙淳一（しらいし∙じゅんいち）

NHO 東京医療センター臨床検査科

【はじめに】当院検体検査部門は長らく委託運営であったが、2020年に自主運営化した。そ
の際、実施していた検査項目をそのまま引き継いだが中には不採算となっている項目も多
数あった。今回、検査科主導で院内検査項目の見直しを実施し、不採算項目の収益化に向
け検討したので報告する。

【現状】当院では171項目の院内検査を行っている。新規項目採用時は、エビデンスや必要性、
採算性等に基づいて判断を行う。しかし一度採用した後は、項目を見直す機会はなく、院
内検査項目は増加する一方であった。今回、依頼件数の少ない項目について、院内で迅速
に測定する必要性やエビデンスの妥当性、採算性を再検討し、その一部を外注化することで、
経費削減および新規項目採用への余力としたいと考えた。

【取り組み】1.1年間で依頼件数が月平均120件以下の生化学免疫項目を抽出し年間収支を
計算した。2.抽出した項目から、臨床上の安全と病院機能を損なわないことを配慮し、外
注化に向けての提案を行った。

【結果】まず臨床検査運営委員会にて、1.に該当した15項目の年間収支計算を提示し、外注
化したい旨を提案した。次に検査医と連携して項目毎に提出件数の多い依頼科と協議を行っ
た。さらに全診療科科長に個別に説明を行ったうえで、医長会で意見を募った。その結果
10項目（プロカルシトニン、尿中微量アルブミン定量など）について外注化が了承され、年
間約1000万円の収支改善が見込まれた。

【まとめ】今回我々は主体的に院内項目の見直しを行い、一部項目を外注化で経費削減を目
指した。限られた資源を有効活用するためには、検査科主導で定期的に業務を見直し、病
院全体へ提案することが重要と考えられた。

P2-152-3
iTesting@Nagoyaの取り組み
藤野∙匡（ふじの∙たすく）1、清枝∙求美（きよえ∙もとみ）1、
奥原∙恵（おくはら∙めぐみ）1、野村∙ひろみ（のむら∙ひろみ）1、宮岡∙秀和（みやおか∙ひでかず）1、大森∙健彦（おおもり∙たけひこ）1、
山本∙涼子（やまもと∙りょうこ）1、今橋∙真弓（いまはし∙まゆみ）2、横幕∙能行（よこまく∙よしゆき）2

1NHO 名古屋医療センター臨床検査科、2NHO 名古屋医療センター感染症内科

【はじめに】iTesting＠NagoyaはHIV等の感染症を調べ、受診、治療を促す取り組みであ
る。2020年より当院の研究として開始され、2021年からは名古屋市からの委託事業とし
て年3回開催されている。検査科としての取り組みを報告する。【対象】1回の検査会受検者
は事前に専用サイトで予約した300 ～ 350人。受検者情報は匿名化され、指定会場で採血
された検体を当院で検査する。検査項目はHIV抗原/抗体、HBs抗原、HCV抗体、梅毒（TP
抗体・RPR法）の5項目。【運用】iTesting開始前の検査会ではイムノクロマト法で検査を実
施し、HIV陽性者に対し、PCR法やウエスタンブロット法まで行っていたため、検査時間
も長時間になり、深夜までかかっていた。現在は、専用オーダーでのバーコード運用とな
り、自動分析機で測定した結果を検査システムで承認し、結果をすべて抽出するのみとなっ
たため、検査時間が短縮され、業務が効率化されている。【結果】昨年度のHIV抗原/抗体、
HBs抗原、HCV抗体、TP抗体、RPR法の陽性率をそれぞれ示す。1回目1.0%・0%・0.3%・
11.6%・5.1%、2回目1.3%・0.3%・0.3%・12.5%・3.6%、3回目0%・0.3%・0.3%・8.9%・
2.5%であった。HIV陽性者は1%程度に対し、梅毒陽性者は10%程度と、高い陽性率を示
した。【まとめ】名古屋市が受検者に対して実施した調査によると、8割以上が初めて受検し
たと回答している。結果より、iTestingによって感染に気づき受診のきっかけになってい
ると考える。この取り組みは名古屋市から表彰もされており、今後も検査科として協力を
継続していきたい。

P2-152-2
中国四国グループ内施設の希望者を対象とした「目合わせの会」の活動報告
永田∙啓代（ながた∙ひろよ）、尾形∙美紗紀（おがた∙みさき）、有江∙啓二（ありえ∙けいじ）、乘船∙政幸（のりふね∙まさゆき）

NHO 岡山医療センター臨床検査科

【はじめに】2022年9月、血液像及び骨髄像の相互評価と教育を目的とした「目合わせの会」
を中国四国グループ内施設の希望者を対象として病院長及び臨床研究部長の了承のもと岡
山医療センター主催で発足させた。今回、その活動内容とアンケート調査結果について報
告する。

【活動内容】［実施頻度］3か月に1度、［参加者］15 ～ 20名で途中入退会あり、［実施の流れ］
（1）通し番号を付した完全匿名化標本を作成、（2）標本と結果記入用紙を郵送、（3）参加者
は切手を貼付し宛名記載した次回送付用封筒を同封し、結果と標本ケースを返送、（4）集計
結果ファイルを一斉メール送信、（5）Teamsの会（討議会）で意見交換。

【アンケート調査結果（n=16）】2024年5月現在の参加者の経験年数は、1年未満12.5％、
5年未満37.5％、10年未満31.3％、10年以上18.8％。参加者全員がTeamsの会に1回
以上参加しており、標本の難易度は適切が62.5％だが、かなり難しいが18.8％。今後の開
催について（複数回答設問）、岡山医療センター主催で継続してほしいが68.8％と最も多い
が、自施設の標本を用いても行いたいが37.5％いた。目合わせの会がなくなっても構わな
いは0％だった。

【まとめ】目合わせの会は3例/回程度で実施しており、現在は円滑に運営できている。外部
精度管理調査より頻回に相互評価を行って経験の共有を図り、技師個人の技能向上がグルー
プ内施設の利益に繋がることを目指している。難易度の感じ方は業務歴によって異なる印
象だが、今後は個々の到達度に合わせた評価ができるような目合わせ事項を提示したい。
また、運営面では施設持ち回りを検討していきたいと思う。

P2-152-1
髄液細胞分類における時間外勤務者への教育について
川地∙璃奈（かわち∙りな）1、児玉∙真由美（こだま∙まゆみ）1、弓場∙和可苗（ゆば∙わかな）1、南口∙純（みなみぐち∙じゅん）1、
鷹觜∙有希（たかのはし∙ゆうき）1、金城∙菜子（きんじょう∙なこ）1、村上∙麻里子（むらかみ∙まりこ）1、河合∙健（かわい∙たけし）1、
眞能∙正幸（まのう∙まさゆき）2

1NHO 大阪医療センター臨床検査科、2NHO 大阪医療センター病理診断科

当院は2交代制で24時間緊急検査を行っている。時間外勤務開始前にトレーニングを行い、
一定基準以上の力量に達した技師を時間外勤務に就けている。髄液細胞分類のトレーニン
グでは、検査手技や単核球・多形核球の形態的特徴について説明し、数件の実検体を用い
て目合わせを行っている。勤務開始後、判別に苦慮する細胞に遭遇した場合は、一般検査
担当者に相談することとしている。力量確認は、年1回、自己評価を元に行い、必要に応じ
て再教育を行っている。
時間外の髄液の検査件数は、2019年度63件（全件数の25.3%）、2020年度73件（26.5%）、
2021年度88件（27.4%）と増加傾向にあったため、一般検査担当者のみに行っていた実検
体の写真を用いたテスト形式の細胞分類の目合わせを2022年度より全技師対象とし、年1
回の自己評価時に行うこととした。
実検体の写真を単核球・多形核球に分類するテストを実施することで、時間外勤務者が判
別に苦慮する細胞や間違いやすい細胞の特徴の把握が可能となり、重点的に再教育を行う
ことが可能となった。さらに、新人や転勤者の時間外勤務開始前のトレーニング時に、全
技師対象の試験結果を鑑みた教育を行うことで、円滑なトレーニングが可能となった。また、
トレーニングやテストは正常な細胞分類についてであったが、2023年に2回、時間外に腺
癌細胞が検出されたのを契機に異型細胞についての教育を全技師に開始した。
時間外勤務者全員に対してテスト形式の細胞分類の目合わせを行うことで、客観的な力量
把握ができ、効率的に再教育を行えるようになった。今後は年1回の力量評価時に異型細胞
もテストに含めて実施することで、検査の質の更なる向上に努めたい。
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P2-152-8
新機器導入におけるISO15189への取り組みについて
澤田∙夢乃（さわだ∙ゆめの）

NHO 名古屋医療センター臨床検査科

【はじめに】名古屋医療センター臨床検査科では2015年3月12日にISO15189の認定を取
得している。2024年2月13日に電子カルテおよび検査システムの更新に伴い、尿検査の
効率化・迅速化を目的とした機器の導入・更新を行った。新規に導入された全自動尿分取装
置UA・ROBO-2000 1台と、更新された全自動尿分析装置オーションマックスAX-4061（以
下AX-4061）、全自動尿中有形成分分析装置UF-5000（以下UF-5000）2台の計3台である。
このうちAX-4061とUF-5000はISO対象機器であり、導入に向けたISO15189への取り
組みを行ったので報告する。【方法】1.申請書類作成2.ISO15189要求事項の機材関係書類
作成：機材管理表および機材校正・点検基準表、試薬・消耗品一覧表や機器に付随する外
部文書一覧表の作成を行った。3.データ検証および妥当性確認：AX-4061、UF-5000それ
ぞれコントロール測定を行い、正確性・再現性等データの問題がないか確認を行った。また、
AX-4061においては現行機器、生化学機器との比較検討を行い、現行データとUF相関性
があることを確認した。4.新システムとの提携・確認 5.環境整備：機器の効率的な運用を
行えるように検査室と機器配置の見直しを行った。6.SOPの作成：機器の名称変化や操作
手順の修正など、関連するSOPの作成・修正を行った。7.ISOの承認 8.院内周知：必要な
要員への教育や、機器導入・更新に伴い変更された運用の周知を院内全体へと行った。9.運
用開始【結語】電子カルテや検査システムの更新に伴う機器の導入・更新は煩雑化しやすい
が、標準化された手順に従って進めることでこの認定の維持を努めると同時に今後の機器
運用を円滑に進めるための基盤作りを行うことができた。

P2-152-7
当院における採血室待ち時間短縮に向けての取り組み
酒本∙千誠（さけもと∙ちあき）、藤本∙龍也（ふじもと∙たつや）、清水∙信幸（しみず∙のぶゆき）、黒瀬∙望（くろせ∙のぞむ）、
川島∙篤弘（かわしま∙あつひろ）

NHO 金沢医療センター検査科

【はじめに】金沢医療センターは石川県金沢市にあり、病床数554床、平均外来患者数は約
570人/日である。外来採血数は平均200人/日ほどで検査技師2 ～ 6名、看護師1名で対
応している。2023年4月、外来患者から採血の待ち時間が長いとの苦情があった。また、
採血室受付に患者が混雑し、他部門にも迷惑をかけることも時折みられた。そこで我々は苦
情を解消するため、採血室の待ち時間の短縮に向けて種々の対策を講じ、改善を図ったの
で報告する。【取り組み】1　採血室受付の改善　廊下に並ぶ位置の案内を作成し、患者が受
付前に混雑しないようにした。また診察券受付からバーコード受付に変更することで受付
の効率化を図った。2　採血室の採血台の改善　当院の採血室ではBC・ROBO-8001RFID

（テクノメディカ）を使用して採血管を発行、患者確認システムAssist More（テクノメディ
カ）を使用して採血業務を行っているが、いままで車椅子専用としていた採血台にも患者確
認システムを導入した。5台で行っていた採血業務を最大7台で行えるようにした。3　採
血室内の待合整備　採血室内の整備をし、待合の座席を10人から15人分に増設した。4　
採血室外待合整備　採血室外の待合スペースの案内表示モニターを2台から3台に増設し、
広いスペースで待つことができるようにした。5　採血室内案内表示の整備　採血室内の案
内表示を増設し、呼び出し案内を見やすくした。【まとめ】今回の取り組みの結果、採血の
待ち時間が30分以上となることが大幅に減少した。また今後さらなる短縮を図るためには、
待ち時間に大きく影響を与える採血技師数の確保と採血技術の向上も必要であると考えら
れる。

P2-152-6
生化学・免疫検査部門における検査所要時間（TAT）短縮への取り組み
岩佐∙学志（いわさ∙さとし）1、橋本∙規雅（はしもと∙のりまさ）1、毛利∙大輝（もうり∙だいき）2、材津∙桃果（ざいつ∙ももか）1、
宮園∙彩楓（みやぞの∙あやか）1、米田∙祐也（よねだ∙ゆうや）1、園田∙茉由（そのだ∙まゆ）1、広瀬∙亮介（ひろせ∙りょうすけ）1、
一瀬∙康浩（いちのせ∙やすひろ）1、井田∙博之（いだ∙ひろゆき）1

1NHO 熊本医療センター臨床検査科、2NHO 嬉野医療センター臨床検査科

【はじめに】
外来患者においては診療前検査として迅速な結果報告を求められるが、多くの医師は外来
診察前に入院患者の検査データを確認しており、入院患者においても迅速な結果報告が求
められている。当院では、分析機器の処理能力を超える検体数により結果報告遅延が発生し、
結果に対する問合せが多く寄せられていた。また、分析機器は老朽化しており安定的稼働
に支障をきたす恐れがあった。今回、医療機器整備を機に生化学・免疫検査部門における
検査所要時間（TAT）の改善をコンセプトとした機器整備と運用を再構築した。

【方法】
朝の混雑時における入院患者検体および外来患者検体のTATを計測し月単位で管理した。
TATの算出は検体受付から結果報告までの時間とした。入院患者においては調査対象検体
のうち結果報告時刻が9時を超過しているもの、TAT 120分を超過しているものをTAT遅
延と評価した。

【結果】
取り組み前の入院患者のTAT遅延発生率はTAT 120分超過率39％、報告時刻9時超過率
44％であり、遅延発生率は月別でばらつきがあった。TAT遅延について要因解析し、一
次改善策として始業業務の見直し、二次改善策としてTAT短縮を考慮した機器整備、検体
搬送システムプログラムの見直しを実施した。一次改善策実施後は、TAT 120分超過率
14％、報告9時超過率14％と改善を認め、二次改善策実施後はTAT 120分超過率3％、
報告9時超過率3％まで改善を認めた。

【まとめ】
今回、TAT短縮に向けて取り組み、朝の混雑時における入院患者検体は迅速な結果報告を
可能とした。外来患者検体測定においても入院患者検体との交錯が少なくなり機器更新前
と比較しTAT短縮と共に、TATのばらつきを改善することができた。

P2-152-5
自動結果送信による平均経過時間短縮効果の報告
良井∙亜美（よしい∙あみ）、井田∙貴明（いだ∙たかあき）、木村∙元紀（きむら∙もとき）、竹内∙智也（たけうち∙ともや）、
宮川∙真名実（みやがわ∙まなみ）、高橋∙美樹（たかはし∙みき）、齊藤∙友永（さいとう∙とものり）、磯∙敬（いそ∙たかし）、
吉田∙茂久（よしだ∙しげひさ）

NHO 横浜医療センター臨床検査科

【はじめに】当院は免疫項目である感染症陰性結果や腫瘍マーカーにおけるカットオフ値未
満の結果を技師が目視確認し結果を臨床側へ送信していた.2023年3月に検査装置の更新
を期に業務効率化を目的とした自動結果送信機能導入を開始した.感染症および腫瘍マー
カーの採血の受付から検査結果報告までに要する時間（TAT）の短縮効果を認めたので報告
する.【対象・方法】検体検査システムCLINILAN GL-3（株式会社A&T）を用いて.対象項目
の基準値設定範囲内を自動で結果送信する仕組みを構築した.対象項目は,（1）感染症（HBs
抗原,新型コロナウイルス抗原定量）,（2）腫瘍マーカー（CEA,CA19-9）とし,自動結果送信
機能導入前後のTATと自動送信により結果報告を完了した自動送信率を算出し検証を行っ
た.【結果】自動結果送信機能導入後のTAT短縮時間（自動送信率）は日勤帯でHBs抗原は3
分（95 %）,新型コロナウイルス抗原定量は1分（81 %）,CEAは3分（79 %）,CA19-9は2
分（93 %）であった.夜間帯はHBs抗原9分（99 %）,新型コロナウイルス抗原定量6分（82 
%）,CEAは6分（72 %）,CA19-9は8分（84 %）とTAT短縮効果を得られた.自動送信率は
日勤帯で平均87 ％ ,夜間帯は平均84 ％であった.【考察】定性結果やカットオフ値は結果の
解釈が明らかであり,自動送信機能の効果を大きく受けることができた.しかし,多数の項目
と比較して評価する生化学検査は基準値のみでの運用効果は小さいことが予測され課題で
ある.【まとめ】（1）基準範囲内の自動結果送信機能は定性検査やカットオフ値の設定がある
項目に対して,TATを短縮する効果がある.（2）業務の効率化とマンパワーの低減を図るた
め,検査結果の検証ロジックの設定を進めて行く.
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P2-153-4
治験の被験者組み入れ促進を目指したエントリーアクションプランと進捗
管理ミーティングの導入
岡部∙永莉（おかべ∙えり）1、廣谷∙育子（ひろたに∙いくこ）1、辻本∙有希恵（つじもと∙ゆきえ）4、中澤∙暁子（なかざわ∙あきこ）1、
渕崎∙恵美子（ふちざき∙えみこ）1、坂井∙美冴（さかい∙みさえ）1、安枝∙淳子（やすえだ∙じゅんこ）1、小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、
井上∙由美（いのうえ∙ゆみ）3、川﨑∙純子（かわさき∙じゅんこ）3、新井∙徹（あらい∙とおる）2

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター治験管理研究室、 
2NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、3NHO 近畿中央呼吸器センター看護部、 
4NHO 大阪医療センター臨床研究センター臨床研究推進部臨床研究推進室

【目的】治験において被験者の組み入れは重要な課題の一つである。早期から候補症例を想
定し医師らにピックアップしてもらうために、試験開始前からの組み入れ促進に向けたア
クションについて検討する。【方法】エントリーアクションプラン（以下、プラン）の使用を
開始。毎月進捗管理ミーティング（以下、ミーティング）を開催し、試験開始前からプラン
の検討を行った。これらの取り組み開始半年後、当院CRCにアンケート調査を実施した。【結
果】実施率0％の2試験、新規開始9試験の計11試験でプランを作成し、11試験全てでプ
ランに沿ってアクションを実施した。組み入れに至ったのは3例であった。CRCへのアン
ケート調査では、プランの導入により進捗管理が容易となった、進捗管理に対する意識が
高まった、新規性のあるプランを発案することが難しい、立案したプランを定期的に評価
することや取り組みが形骸化しないような工夫が必要、等の意見があった。ミーティング
の導入に関しては、CRC間で問題点・解決策等を共有できたことがよかった、新任CRCへ
の教育場面にもなる、状況に応じて柔軟に実施することで継続可能な取り組みである、組
み入れ開始後に実施状況や効果を評価しPDCAを行うことが今後の課題、等の意見があっ
た。【考察】各CRCの組み入れ促進に対する意識が高まり、より早期からの取り組みの必要
性をCRC全体で認識し、計画的に実施することができた。今後プランの長期的な評価方法
を検討し、取り組みを定着させ、より効果的なものにしていく必要がある。

P2-153-3
被験者リクルート　～治験の進捗が良好になるための取り組み～
小熊∙真由子（おぐま∙まゆこ）、岡本∙美和子（おかもと∙みわこ）、山口∙ひなた（やまぐち∙ひなた）、中野∙明美（なかの∙あけみ）、
森田∙杏菜（もりた∙あずな）、小澤∙尚子（おざわ∙なおこ）、辻∙日向子（つじ∙ひなこ）、戸水∙尚希（とみず∙なおき）

NHO 金沢医療センター治験管理室

【目的】MRI造影剤の治験を脳神経外科と婦人科で受託した。両診療科ともに担当医師と
CRC間の連携に成功し、円滑な被験者組み入れによって良好な進捗となった。今回、その
取り組みについて報告する。【方法】脳神経外科では、良性脳腫瘍を経過観察中で半年から
数年おきにMRIを撮像している患者を組み入れ対象とした。当該患者は通常MRI撮像後、
医師の診察を受け、次回MRIの予約を入れて帰宅する流れとなっているため、次回定期来
院時にMRI撮像を治験として実施するには、定期来院前に治験の同意説明をする必要があっ
た。そこで、担当医師の提案により、MRI撮像の予約時期が近い候補患者から順に担当医
師が電話で治験内容を説明し、治験参加の意向がある場合はCRCがその電話を引き継ぎ、
同意説明の日程調整を行った。婦人科では子宮筋腫の手術適応である他院からの新規に紹
介される患者を組み入れ対象とした。そのため担当医師が診察時に治験参加の適格性を確
認し、合致する場合はCRCに連絡しCRCと共に同意説明およびMRI撮像の日程調整を行っ
た。【結果】両診療科ともに当初の契約症例数を上まわる数の症例を組み入れることができ
た。婦人科では国内で最初に契約症例数を満了し、両診療科ともに、それぞれの領域での
国内最多数の被験者の組み入れを達成した。【考察】今回、スタートアップミーティング時
にそれぞれの診療科での効率的な組み入れ方法の確認ができ、それを実践することで良好
な進捗が得られたと考える。今後も、今回の経緯を踏まえスタートアップミーティング時
に担当医師と有効な被験者のリクルート方法を協議し治験の進捗向上に繋げていきたい。

P2-153-2
治験に係る必須文書の保管期間に関する検討　～当院の必須文書の保管状
況から見えたこと～
山路∙直美（やまじ∙なおみ）、三上∙裕子（みかみ∙ゆうこ）、光成∙清香（みつなり∙きよか）、税田∙なおみ（さいた∙なおみ）、
黒川∙航多（くろかわ∙こうた）、倉田∙真志（くらた∙まさし）、高橋∙洋子（たかはし∙ようこ）、濱岡∙照隆（はまおか∙てるたか）、
坂田∙雅浩（さかた∙まさひろ）、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）

NHO 福山医療センター臨床研究部治験管理室

【目的】治験に係る文書はGood Clinical Practice（以下GCP）で保管期間が定められている
が、国際共同治験が主流となった昨今、より長期に渡る文書保管が求められている。この
問題に対応すべく、当院でも電磁化システム導入への対応が求められている。今回、シス
テム導入の前段階として必須文書保管の現状調査を行ったので報告する。【方法】当院で保
管している終了した治験の必須文書について、保管状況、契約内容、治験審査委員会への
報告状況などについて調査した。【結果】1）67件中44件はGCPに則り治験審査委員会で報
告され破棄・破棄待ちの状態であった。2）書式18（開発の中止等に関する報告書）に記載さ
れた期限通りに破棄してよいか再確認をしたところ、期間延長の要望が出されたケースが9
件あった。3）25年間の保管が必要な7件とは、別途外部倉庫の契約を行い対応している。4）
ICH-GCPの規定で「承認後／開発中止後2年間又は審査中の国がなくなるまで」と謳ってあ
る、または保管期限が不明瞭な試験が7件あった。【考察】今まで漫然と文書保管を行って
きたが、保管状況が様々であることが判明した。当院の手順書には「依頼者が契約内容より
も長期間の保存を必要とする場合には依頼者と協議する」と記載されているが、電磁化シス
テム導入の如何によらず、保管スペース、ランニングコスト、管理に必要な業務負担、スタッ
フ間の引継ぎ作業なども念頭に入れて双方で協議するべきと考える。保管期間が終了した
後に期間延長の要望が出る、又は保管期限が不明瞭な試験に対する対応や運用方法に言及
した手順が整っていないのが現状であり、電磁化の過渡期を迎えている今、早急に整備が
必要であると考える。

P2-153-1
電磁化システム満足度調査　― 新たな運用ルールは治験依頼者に受け入れ
られたか ―
縣∙明美（あがた∙あけみ）、永田∙翔子（ながた∙しょうこ）、石井∙阿由子（いしい∙あゆこ）、平島∙学（ひらしま∙まなぶ）、
近藤∙隆久（こんどう∙たかひさ）

NHO 名古屋医療センター臨床研究センター

【目的】名古屋医療センター（以下、当院）では、2023年2月、治験業務支援システム
CtDos2の廃止に伴い、アガサ株式会社が提供するAgathaへ移行を行った。Agathaの運
用を開始するにあたり、施設ルールの簡略化、システムの使い方に対するフォローなどを
行ったため、それが治験依頼者（以下、モニター）にどのように受け入れられているか、よ
り良い運用を行うべく調査、検討を行った。【方法】当院のAgathaアカウントを作成した
モニター 232名を対象に、WEBアンケート（Agathaの満足度、運用ルールの10段階評
価）を行った。【結果】70名のモニターから回答を得た（回収率30.2%）。60%のモニターが
5施設以上を担当し、92.8%のモニターが他施設においてもAgatha又は他の電磁化システ
ムの使用経験があった。簡略化した施設ルールである「ファイル命名法」「提出方法」、操作
方法も追記した手順書である「Agathaの手引き」についての10段階評価は、いずれも平均
7点台であり、自由記載欄にもネガティブな記載はなかった。推奨度によるAgathaの満足
度調査では、10点（最高評価）の回答が最多で32.9％を占め、「効率性、利便性、使用感の
良さ」が推奨理由とされた。一方「施設毎に異なる手順の確認、施設への格納連絡の手間」な
どが非推奨理由とされていた。【考察】「ファイル命名法」「提出方法」「Agathaの手引き」
ついて一定の評価があったことから、新たな運用ルールはモニターに受け入れられている
と考える。モニターは複数の施設を担当し、複数のシステムの対応をする環境にあること
から、業務負担軽減のため、引き続き施設ルールの簡略化とシステム使用に対する丁寧な
フォローアップを行っていきたい。
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P2-153-8
自己点検という名のメスで院内研究への品質管理向上に切り込む
林∙美里（はやし∙みさと）1、西川∙奈津紀（にしかわ∙なつき）1、大友∙みどり（おおとも∙みどり）1、太田∙有美（おおた∙ゆみ）1、
宮川∙慶子（みやかわ∙けいこ）1、渡邊∙章子（わたなべ∙あきこ）1、南海∙綾子（なんかい∙あやこ）1、中山∙忍（なかやま∙しのぶ）1、
小暮∙啓人（こぐれ∙よしひと）1、近藤∙隆久（こんどう∙たかひさ）2

1NHO 名古屋医療センター臨床研究センター臨床研究企画管理部、 
2NHO 名古屋医療センター臨床研究センター

【背景・目的】「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」等では、研究機関
の長は、実施を許可した研究の監督責任があり、必要に応じ、自ら点検及び評価を行い、
その結果に基づき適切な対応を行う責務があるとされている。当院では2017年度より、院
長の命の下、第三者的に臨床研究事務局による自己点検を実施している。これまでに実施
した自己点検についてまとめ報告する。【方法】2017年度～ 2023年度に自己点検が実施さ
れた課題において、臨床研究事務局からの指摘事項・提案した対応策および研究者の対応
について調査した。【結果】対象となった26課題は、外部からのモニタリングや監査がなく
文書同意が必要な研究であった。指摘事項は、2017年度では各種審査委員会への申請手続
き不備が最も多かったが、2018年度以降は減少した。一方、同意書の記載不備は毎年度繰
り返し指摘事項に挙がっており、対応策として、カルテ等原資料に不備内容とその後の対
応について記録を残すよう提案している。また、カルテIDが患者識別コードとして使用さ
れているなど、個人情報保護の観点から指摘した内容もあり、関係者への教育・周知を行
い速やかに対応が講じられた。その他には、自己点検により重大な逸脱が判明し、研究者
に院長報告および院内倫理審査委員会への継続審査依頼を促し、委員会指示に従い、是正
された事例もあった。【考察】自己点検報告書を通じて研究者への教育・啓蒙がなされ必要
な対応が講じられており、自己点検が研究者の研究に対する品質管理意識向上に影響を与
えたと考えられた。今後研究者への重点的支援事項についても見いだされ、自己点検の継
続実施の重要性が明らかとなった。

P2-153-7
「クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN）中央支援に関する調
査業務一式」におけるレジストリ調査に関する報告
仁井∙亜由美（にい∙あゆみ）、北川∙明（きたがわ∙あきら）、椎野∙禎一郎（しいの∙ていいちろう）、杉浦∙瓦（すぎうら∙わたる）

国立国際医療研究センター臨床研究センターデータサイエンス部CIN推進室

近年、医薬品や医療機器等の開発コストは世界的に増加の一途を辿っている。コスト低減
の解決策としてリアルワールドデータ、特に疾患登録システム（以下「レジストリ」という。）
を活用した臨床開発手法が注目されている。
日本においては厚生労働省がクリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN）構想の下、
レジストリを医薬品や医療機器等の研究開発に活用できるよう整備を進めてきた。当セン
ターでは、国内のレジストリの現状に関する調査の実施を受託しており、ポータルサイト
でのレジストリ検索システムの運用、レジストリ構築や利活用等に関連する資料公開、レ
ジストリの構築・運用・利活用に関する相談窓口業務等を行っている。本発表では、我々
が2017年より開始した年度毎に実施しているレジストリ調査の、2023年度の結果の概要
について報告する。
調査は日本医学会連合傘下の主要臨床学系学会と、そのサブスペシャリティ学会、ならび
にUMIN-CTRとjRCTの観察研究の代表者を通して依頼、実施した。
2024年3月末日時点で1,260件のレジストリより回答を得た。そのうち、776件から詳
細データが得られた。詳細データから、レジストリ構築の目的は（1）臨床情報の収集・解析

（1336件、複数回答。以下同様。）、（2）生体資料の収集・解析（344件）、（3）治験等での
活用（191件）であることがわかった。また、製薬企業等との協業経験があったレジストリ
は114件であった。
疫学研究や診療への活用のように臨床情報の収集・解析を目的とするレジストリが多い。
これらの結果を元に、レジストリの同意取得や薬事利用に関する問題等について検討する。

P2-153-6
チーム制導入後のアンケート調査
石川∙ひろみ（いしかわ∙ひろみ）、徳田∙久美子（とくだ∙くみこ）、山辺∙貴子（やまべ∙たかこ）、門田∙芳幸（かどた∙よしゆき）、
山口∙正史（やまぐち∙まさふみ）、江崎∙泰斗（えさき∙たいと）

NHO 九州がんセンター臨床研究センター

当院では以前より診療科担当のCRCを選定し1診療科2 ～ 3名体制での対応を行っていた。
2021年頃よりコロナ感染等で長期療養を余儀なくされるスタッフが増え、申し送りが行え
ないまま対応する状況があった。2022年4月よりチーム制を導入し継続した業務が行える
体制の整備を図った。CRC4名1チームとし3チームを編成、3 ～ 4診療科の対応を行うこ
ととした。2023年4月にチーム制に対する意識調査（チームの指向性、リーダーシップ、チー
ムプロセス、協働意識、職務遂行）を実施したため報告する。メンバー全員がお互いの長所
を認めあっているかは、「十分に取り組んでいる」「概ね取り組んでいる」が75％、各メン
バーの役割と責任を明確に示しているは「十分に取り組んでいる」「概ね取り組んでいる」が
計75%、チーム内で意見が対立したときに的確に対処しているは「どちらでもない」「やや
取り組んでいない」が計50％、お互いの都合や仕事の進み具合に合わせて仕事の進め方を
工夫・調整し合っているは「どちらでもない」「やや取り組んでいない」が計41％、仕事を
改善するためのアイデアを出すことに積極的であるは「どちらでもない」「やや取り組んで
いない」が計50％、仕事や人間関係の改善のために自分の意見を提案しているは「どちらで
もない」「やや取り組んでいない」「全く取り組んでいない」が計42％だった。チーム制になっ
たことでチーム内の情報共有は容易になったが、業務改善に取り組む意識が低下する可能
性がある。他チームとの情報共有不足によるチーム毎の意識の差をなくすため2024年3月
より2週に1回、各チームの代表が集まり情報交換を開始した。今後、この会議についての
意識調査を実施する。

P2-153-5
細菌検査室との連携により早期に契約症例を満了できた取り組みについて
岡本∙美和子（おかもと∙みわこ）、小澤∙尚子（おざわ∙なおこ）、森田∙杏菜（もりた∙あずな）、小熊∙真由子（おぐま∙まゆこ）、
中野∙明美（なかの∙あけみ）、山口∙ひなた（やまぐち∙ひなた）、辻∙日向子（つじ∙ひなこ）、戸水∙尚希（とみず∙なおき）

NHO 金沢医療センター臨床研究部治験管理室

【目的】尿路感染症に対する抗菌薬の治験において、適格性確認のため尿の細菌検査が必須
であった。時間を要する細菌検査結果を迅速に得るために、細菌検査室と連携強化を図る
ことで、早期に契約症例を満了できた取り組みについて報告する。

【方法】治験開始前に細菌検査室と組み入れする上で効率的な流れで治験を実施できるよう
調整したが、実際に組み入れを進めると認識の齟齬や連携する上での不備が見つかった。
そのため、細菌検査室とその都度問題点を明確にし、解決するための検討を重ねた。実際
に組み入れた事例以外にも幾つか組み入れパターンを事前に想定し、定期的にシミュレー
ションを行い迅速に組み入れを行う体制を整えた。

【結果】症例を組み入れるごとに見つかった問題点を検討し見直すことで、効率的な連携体
制を構築および組み入れ可能な曜日を当初の予定より増加することに繋がった。検査結果
が治験薬継続の判断要因となるため、細菌検査室が医師及びCRCへ検査結果を迅速に連絡
することで、その後の治験薬調製の有無の連絡や投与を速やかに実施することが可能となっ
た。この取り組みにより当院はサイトオープンから半年で契約症例数を満了することがで
き、契約症例追加となった。更には現時点での最多症例登録数の施設となっている。

【考察】症例登録を重ねるごとに細菌検査室の本治験に対する理解も深まり連携も強固に
なった。治験開始後も問題点について検討し柔軟に対応できるよう流れを見直すことで、
実際に組み入れる際の医師との連携がスムーズとなり、組み入れ可能な曜日が増えたこと
で進捗が良好に進んだと考える。今後の症例登録でも取り組みを続け、組み入れを進めて
いきたい。
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P2-154-4
暴力報告書から見える課題
安積∙喜美代（あづみ∙きみよ）、小久保∙学（こくぼ∙まなぶ）

国立長寿医療研究センター医療安全推進部

【背景】暴力は、「生命」「健康」「尊厳」など人として最も大切なものを傷つけると言われて
いる。国立長寿医療センター（以下当院）においても看護師が暴力を受ける報告が見受けら
れる。当院では職員が患者さんから受ける暴力報告について、従来インシデントレポート
を用いて報告していた。2022年5月インシデントレポートシステムを更新し、暴力報告に
ついてインシデントレポートとは別の様式を作成し報告内容を区別した。そこで、暴力報
告内容を検証し、暴力を軽減する方策を検討した。【目的】暴力報告内容を検証し、傾向や
課題を明らかにする。【方法】2022年5月から2023年3月までの暴力報告書の入力項目ご
とに集計し、暴力の傾向を分析した。【結果】研究期間中暴力報告は68件、身体的暴力被害
は45件（66.1％）、精神的暴力被害は19件（28.0％）、身体的暴力と精神的暴力の両方の被
害は4件（5.9％）、被害者の職種は看護師55件（80.8％）、その他の職種は理学療法士、介
護福祉士、臨床検査技師、クラークであった。加害者のうち入院患者は65名（95.6％）、患
者家族3名（4.4％）、加害者のうち認知症またはせん妄状態であったのは48名（70.6％）で
あった。暴力被害にあった職員のうち、労災受診をした職員は3名いたが、1回の受診で終
了していた。産業医の面談を受けた職員はいなかった。【結語】暴力被害で多いのは身体的
暴力が多く、加害者のほとんどが入院患者である。被害者は看護師が8割を占めており患者
により近い存在であるため、被害を受けやすい。また、加害者の7割程度が認知症またはせ
ん妄状態であり、認知症患者への関わり方を再検討し、暴力軽減に取り組む必要がある。

P2-154-3
臨床検査科における2年間の5S活動報告
吉井∙美穂（よしい∙みほ）1、藤原∙佐美（ふじはら∙さみ）1、原∙江見子（はら∙えみこ）1、藪本∙悠希（やぶもと∙ゆうき）1、
内∙七海（うち∙ななみ）1、安達∙名緒子（あだち∙なおこ）2、林∙文子（はやし∙あやこ）1、野上∙毅（のがみ∙たけし）1、
末武∙貢（すえたけ∙みつぐ）1、大屋∙健（おおや∙たけし）1

1NHO 大阪南医療センター臨床検査科、2国立循環器病研究センター臨床検査部

【はじめに】
5S活動とは、整理・整頓・清掃・清潔・躾の5つを行うことにより、仕事における利便性、質、
コスト、安全性を高める取り組みである。当院臨床検査科の5S委員会は月1回1時間程度、
複数部門から成る4人の技師で活動している。今回はその活動内容と成果、反省点を報告す
る。

【取り組み内容】
検査場作業台の上や共有スペースの物品に対し、転用の検討も行った上で不要な物の「整理」
を進めた。必要な物品と共に機器の配線等も動線を考慮した配置に変更した。各物品、引
き出しなどにラベリングを行い、全員が認識し易い配置に工夫し、「整頓」とした。
終業時には担当作業台の清拭を習慣化し、廃棄ボックスを適正に配置する事で「清掃」をよ
り容易なものとするよう変更した。生理機能検査室や採血室ではゾーニングを明確にし、「清
潔」な職場環境の維持に努めた。手指消毒の習慣化や、感染性物質の正しい分別廃棄の徹底
を身に付ける事を「躾」とし、その教育体制を構築した。また、取り組みの前後での写真を
比較することで、科全体に安全で清潔感のある環境づくりへの啓蒙を行った。

【評価と考察】
2024年3月に行った科内アンケートでは、活動状況に対し概ね良好な評価を得ることがで
き、業務への好影響と重要性を認識することができた。また、臨床検査科全員の本活動へ
の参加意識が高まり、そのことにより、5S委員以外から提案される機会が増えた。しかし、
以前活動した事案で、維持できていない箇所も有り、維持管理する事の重要性と困難を理
解した。今後は継続的な見直しやアンケートを適宜行い、働きやすい環境作りに取り組ん
でいきたい。

P2-154-2
6Rで指さし呼称・声出し確認！～電子カルテによる確認定着に向けた取り
組み～
鶴賀∙叶女（つるが∙かなめ）、松本∙葵（まつもと∙あおい）、大嶺∙あゆみ（おおみね∙あゆみ）

NHO 沖縄病院看護部

【目的】
電子カルテでの6R確認と、指さし呼称・声出し確認を徹底し、安全に確実な薬剤投与をす
ることができる。

【方法】
1．薬剤関連インシデント事例について、出来事流れ図を作成し情報整理
2．病棟カンファレンス内でRCA分析を実施
3．6R確認指さし呼称ポスターによる周知

【結果】
薬剤関連の発生要因は「電子カルテでの確認が不十分」「6R確認不足」がほとんどであった。
また注射指示変更に伴う薬剤破損が発生しており、その要因として注射箋控えを用いてダ
ブルチェックをしており、タイムリーに指示変更が確認できていない現状があることが分
かった。
出来事流れ図をもとに病棟カンファレンスを開催。スタッフと共になぜなぜ分析を行い、
原因と対策について話し合った。その結果、指示受けをリーダー任せにしている現状や、
電子カルテで確認する習慣が定着していないことが明らかとなった。
電子カルテで確認するスタッフの割合は、カンファレンス実施前33％であったが、実施後
は84％に上昇した。病棟全体でカンファレンスを行い、自己の行動を客観的に検討したこ
とで行動変容へと繋がった。薬剤関連ヒヤリハット0レベル報告は令和4年度4％から令和
5年度18％へ上昇した。指さし呼称・声出し確認を徹底したことで、未然に間違いに気づ
き誤薬・誤投与を防ぐことへと繋がった。

【結論】
病棟全体でカンファレンスを行い、RCA事例検討したことは、A病棟の傾向・特徴を客観
的に捉えることに繋がった。また、6R確認指さし呼称ポスター掲示によりスタッフへの行
動変容、安全に確実な薬剤投与へと繋がった。

P2-154-1
6R確認行動に関するグループディスカッションによる意識調査
白石∙瑞季（しらいし∙みずき）、富永∙志緒里（とみなが∙しおり）、藤本∙伸（ふじもと∙しん）

NHO 小倉医療センター看護部

【目的】6R確認行動に関するグループディスカッションを行うことにより、確認行動が及ぼ
す意識を明らかにする【方法】対象は、B病棟に所属する看護師6名。看護師経験年数1年目
～ 4年を各1名と5年目以上を2名とした。「6R確認行動についてなぜできないのか」、「6R
確認行動を実施するためにはどうしたらよいか」をテーマにグループディスカッションを
実施し、内容をカテゴリー化した。グループディスカッション後にアンケート調査を行い、
意識の変化について分析した。【倫理的配慮】A病院倫理委員会の承認を得て、対象者に趣
旨を説明し同意を得た。【結果】すべての経験年数から6R確認行動ができない理由として、
3つのサブカテゴリー〔複雑なシステム〕〔多重課題〕〔コミュニケーション不足〕が抽出さ
れた。また、6R確認行動を実施するためには、3つのサブカテゴリー〔システムの改良〕〔心
理的安全性の醸成〕〔確実な確認方法の工夫〕が抽出された。グループディスカッションで
は、他者からの発言により新たな視点や方法を獲得したことで6R確認行動に関する意識に
変化をもたらした。【考察】6R確認行動への意識変化をもたらすには、システムの改良が必
要であると考えるが、病棟単位で改良するのは困難である。良好な人間関係を構築するこ
と、協力し合い業務分担を行うことで多重課題を減らすことが必要であると考える。【結論】
6R確認行動を実施するためには、心理的安全性の醸成が必要であることが明らかとなった。
グループディスカッションで、互いの経験や看護の工夫を語り、思いを伝える場、伝わる
場になることで6R確認行動に対する意識に変化をもたらすことができた。
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P2-154-8
乳房増大術に用いたアクアフィリングにより手根管症候群を呈した1例
古賀∙一史（こが∙かずふみ）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）、
日吉∙尚（ひよし∙なお）

NHO 長崎医療センター形成外科

34歳女性、6年前に乳房増大術のため注入されたアクアフィリングが左上肢に迷入し感染
を呈したため当院に紹介となった。母指示指掌側のしびれと疼痛があり、CTで手根管部の
軟部組織に濃度上昇域を認めたため、アクアフィリングによる手根管症候群と診断し、異
物摘出・手根管開放術を施行した。術後はしびれと疼痛が警戒したが、黄色の粘稠な排液
が持続し、圧迫処置を継続した。一旦は炎症が軽快し排液もなくなったが、約3週後に再燃
し再び同様の排液がみられた。創部培養からMRSAが検出され、バンコマイシンで加療開
始したが、発熱・リンパ節腫脹・血球減少などを呈し、バンコマイシンによる影響が疑わ
れた。2回目の入院時に妊娠も判明したため、治療薬剤の選択肢が制限され、ダプトマイシ
ンに変更して炎症の軽快と創閉鎖を得た。アクアフィリングは2％のコポリアミドと98％
の水で構成される非吸収性充填剤で、生理食塩水に容易に溶解するため除去しやすい、体
内で分解される、他の部位に移動しない、炎症を起こしにくい、周囲組織に浸潤しない、
などと謳われており、乳房増大術等美容外科領域で主に使用されていたが、移動・変形な
どによる合併症の報告例相次ぎ、各関連学会で次々と使用中止の勧告や使用を推奨しない
旨の声明を出されることとなった。日本美容外科学会（JSAPS）のアンケート調査では、充
填剤注入による合併症の経験がある回答者は半数以上を占め、その内4割がアクアフィリン
グであった。乳房増大術に使用され、上肢にアクアフィリングが移動した症例や外陰部や
下腹部に移動した症例などの報告があるが、手根管症候群に至った例は稀であり報告する。

P2-154-7
身近な医療DXとして　～進捗管理システム導入による効果の検証～
武重∙彩子（たけしげ∙あやこ）1、吉川∙至（よしかわ∙いたる）1,2、新保∙一（しんぼ∙はじめ）1、白濱∙奈歩（しらはま∙なほ）2、
長谷川∙真未（はせがわ∙まみ）2、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）1、軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）1

1NHO 東京医療センター薬剤部、2NHO 東京医療センター医療安全管理室

【目的】
処方薬が病棟に払い出される過程において、払い出しボックスへの入れ間違いや搬送者の
取り間違いなどの問題がある。また、処方薬の所在やその状況（ステータス）を確認するた
めの電話対応が薬剤師、看護師双方の業務負担となっていた。そのため、処方薬のトレー
サビリティ向上を目的に進捗管理システム（システム）を導入し、その導入効果を調査した。

【方法】
調査期間は、システム導入前2023年10月と導入後2024年4月において、それぞれ21
日間連続して、調剤室と注射室の電話対応件数を調査した。調査項目は、電話元、時間帯、
用件の3項目とし、電話対応者が設置している用紙に記入した。
なお、システムは病棟から処方薬のステータス確認ができ、メッセージ機能によって「急ぎ」
の調剤依頼が可能となるシステムである。

【結果】
電話対応件数は、導入前1238件から導入後324件に減少した。その用件の内訳は、導入
前は、「急ぎ」の調剤依頼が794件（64.1％）で最も多く、ステータス確認 232件（18.7％）、
薬の相談 108件（8.7％）であった。導入後は、「急ぎ」の調剤依頼が146件（45.1％）で最
も多く、薬の相談 99件（30.6％）、ステータス確認 61件（18.8％）であった。

【考察】
システム導入によって、看護師が病棟で処方薬のステータスを確認できるようになったこ
とや、メッセージ機能により「急ぎ」の調剤依頼ができるようになったことにより、電話対
応件数が大きく減少した。このことから、双方の業務負担軽減が図れたことで、調剤業務
に集中できる環境が整備され、医療・患者安全の向上に寄与できるものと考える。

P2-154-6
静脈血栓塞栓症予防の実施向上を目指した取り組み
中島∙恵（なかしま∙めぐみ）、村田∙雅和（むらた∙まさかず）、佐々木∙英佑（ささき∙えいすけ）

NHO 嬉野医療センター医療安全管理室

【目的・背景】A施設では、既存の静脈血栓塞栓症予防対策を基に、非手術例・手術例区別な
く評価を行っていた。リスク評価は全患者の57％で、予防管理料に必要な医師の指示と、
看護計画が立案されていないケースが散見されていた。2017年版ガイドラインを参考に、
院内静脈血栓塞栓予防対策マニュアルを改訂し、予防対策の実施率向上を目指した。【方法】
静脈血栓塞栓症予防対策のWGを結成し活動を立案の上実施した。1．リスク評価テンプ
レートに、非手術例・手術例のリスクレベルに合わせた予防法を決定し、医師の指示入力
までの手順を作成2.看護記録と看護計画の標準化3.予防処置の実施と算定入力手順作成し
た。16歳以上の全入院患者にリスク評価及び予防対策算定の実施率を2023年10月より導
入した。【結果】2023年1 ～ 3月の対象者1564名中、リスク評価実施率57％・算定加算
対象率19％であったが、2024年1 ～ 3月の対象者1791名中、リスク評価実施率87％・
算定加算対象率57％であった。リスク評価と予防対策加算入力を同時仕様にすることで、
リスク評価実施率と算定率が向上する効果が得られた。予防対策開始時は、患者・家族へ
説明の徹底と記録をマニュアルに定めたことで、多職種で情報共有が図れる利点も得られ
た。【考察】システム化することで適切なリスク評価と加算算定の増加が得られ、予防対策
の実施率向上に繋がっている。安全な医療を提供するため、静脈血栓塞栓症予防のマニュ
アル改訂および情報共有できるツールを整えることは有用である。

P2-154-5
医療観察法スタッフの他害・暴力に対する認識と報告に関する現状
高田∙薫子（たかだ∙かおるこ）、森田∙康正（もりた∙やすまさ）、日高∙正宏（ひだか∙まさひろ）、樋口∙善美（ひぐち∙よしみ）

NHO 肥前精神医療センター医療観察法病棟

【はじめに】医療観察法病棟データベース事業によるA病棟の暴力（未遂含む）を検索すると
170件の暴力事案が発生していた。しかし同期間中の暴力に関するインシデントレポート
提出は、15件でデータベース事業の1割であった。暴力に関するインシデントレポートで
の報告件数が少ない現状を把握するため暴力に対する認識についてアンケート調査を実施
した。【方法】独自に作成した暴力に関する質問紙を倫理委員会の承認を得て、A医療観察
法病棟スタッフ44名に配布、結果を単純集計した。【結果】44名中35名から回答を得ら
れた。精神科経験年数による暴力の捉え方に違いはみられず、蹴る、殴る等の身体的暴力、
暴言や性的発言など言語的暴力、唾吐き、水をかけられる等の全ての項目を暴力と捉えて
いた。インシデントレポート記載では、蹴る、殴る、物を投げつけられる等のスタッフが
直接受傷をする身体的暴力については記載はするが、唾吐き、コップの水をかけられる、
暴言を吐かれる等についての記載はなかった。【考察】患者の行為に対し暴力と捉えている
が、身体的な受傷を負う暴力発生時にのみ、情報共有や防止策検討のためインシデントレ
ポートを記載する傾向にあった。身体的な受傷を負う重大な暴力に至るまでには、それま
での伏線として唾吐きや水をかけられる、暴言を吐かれる等の事象を受けることが多い。
その状況において、カンファレンス等で防止策を検討し対応することが暴力を起こさせず、
暴力を受けない事に繋がると考える。そのために全ての暴力についてインシデントレポー
ト記載は重要であり、推進を図る必要がある。
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P2-155-4
職員の動線を意識した環境改善の取り組み
宮川∙英和（みやがわ∙ひでかず）

NHO 京都医療センター感染制御部

【はじめに】院内の環境汚染リスクを小さくするうえで、環境汚染リスクのある物品の処理
方法は重要である。当院では使用後のおむつがナイロン袋で包まれずに汚物室へ運ばれ、
廃棄BOXに棄てられているのを度々見かけた。また使用後の点滴セットは、ベットサイド
からスタッフステーション内の感染性廃棄容器に運ばれていた。ICTでは、現場と協同し
て体液による環境汚染リスクを極小化できる廃棄方法を導入した。【方法】マニュアル上は、
使用後のおむつや点滴セットは、ナイロン袋に入れ廃棄することになっているが、口を縛
りにくいため解放した状態で廃棄されることが多かった。これを口が縛りやすいレジ袋に
変更した。またナイロン袋は汚物室に設置されており職員の動線に無駄があるため、使用
後のおむつが、そのまま汚物室に運ばれ廃棄されることが度々あった。そこで各病室にレ
ジ袋を設置して動線を直線的にした。また耐貫通性感染性廃棄容器がスタッフステーショ
ンに置かれていたため、汚染物が本来清潔であるべきスタッフステーションに持ち込まれ
ていた。そこでゾーニングを意識した動線とするため、耐貫通性感染性廃棄容器を汚物室
に移動し、点滴セットもレジ袋に入れ汚物室まで運ぶことにした。【結果】ICTラウンドの定
期的確認で、使用後おむつや点滴セットは、レジ袋に入れ口を縛り汚物室に廃棄されてい
る割合が飛躍的に上昇した。【考察】環境汚染リスクのある物品の処理方法に対し、ICTと現
場が課題を共有することで、現場に則した改善策となった。その結果、職員の行動変容が
生じ業務効率の改善を通じて環境汚染リスクが低減した。

P2-155-3
汚物室の環境整備を病棟スタッフと取り組んで
鈴木∙京子（すずき∙きょうこ）1、木田∙ひとみ（きだ∙ひとみ）2、近藤∙美紀（こんどう∙みき）2、志波∙幸子（しわ∙さちこ）1、
伊藤∙陽子（いとう∙ようこ）1、林∙悠太（はやし∙ゆうた）1

1NHO 東名古屋病院感染対策室、2NHO 東名古屋病院看護部

【背景・目的】感染対策相互チェック（以下、相互チェック）は他の医療機関の感染対策チーム
の客観的評価を受け、より充実された感染対策を図る機会である。当院の神経筋疾患病棟
の汚物室は、一方通行制ができていないこと、清潔と不潔の混同の指摘を受けたが改善に
至っていなかった。汚物室などの水回りの衛生管理は病院感染を拡げないために重要であ
る。相互チェック受審を機に病棟スタッフと協力して汚物室の環境整備に取り組んだ結果
と病棟スタッフの行動変容を振り返って報告する。【経過・考察】相互チェックの準備期間に
病棟スタッフから質問・相談を受けた際に、汚物室の環境を整える機会になるのではない
かと考えた。清潔エリアと不潔エリアの区分を分けるためには大改修が必要であったこと
から相互チェック受審までに改善できなかった。しかし改善計画を中断せず、年度内に整
えることを目標に取り組みを継続した。汚物室内の物品配置は感染対策室が提案した改善
要望から病棟スタッフが配置案を考え、内容を確認しながら進めた。物品の配置を換える
時は実働的な環境であるかを確認し、清潔エリアと不潔エリアを区分したことで一方通行
制が行えるようになった。人が行動を変えるには行動変容ステージモデルの5つのステージ
を通ると考えられている。行動変容のステージを1つでも進めるためには、対象者の現時点
のステージを把握し、そのステージに合わせた働きかけが必要となる。今回の取り組みは、
協同し、相手の状況を判断しながら進めたことが効果的であったと考える。改善策を継続
して実践しなければ汚物室の模様替えで終わってしまうため、逆戻りしないように確認、
働きかけをしていく。

P2-155-2
精神科慢性期閉鎖病棟における3つの要因に着目した感染対策の検討
岡田∙優子（おかだ∙ゆうこ）、望月∙麻衣（もちづき∙まい）、野沢∙昌広（のざわ∙まさひろ）、佐橋∙英司（さはし∙えいじ）、
柘植∙三昌（つげ∙みつまさ）、中村∙佳永子（なかむら∙かえこ）

NHO 東尾張病院精神科

【はじめに】当病棟は精神科慢性期閉鎖病棟であり、2023年3月に新型コロナウイルス感染
症のクラスターを経験した。精神科病院は感染が拡がりやすい環境にあり、「構造と治療環
境」「入院患者の特性」「精神病院スタッフの特性」の3つの要因があると挙げられている。
2023年5月に新型コロナウイルス感染症が5類感染症に移行し、感染対策が緩和されたこ
とで、市中での感染が拡がりやすく、精神科ではひとたび感染症が持ち込まれるとクラス
ターとなりやすいため、精神科の特性を踏まえた感染対策が必要であると考えた。【目的】
精神科病院で感染が拡がりやすい3つの要因に着目しクラスター発生時の感染対策を振り
返ることで、病棟に合った感染対策を見出す。【方法】3つの要因に着目した問題点を当該病
棟スタッフ全員に質問紙で調査、収集し、研究メンバーでロジックツリー（原因追及ツリー）
を作成。抽出された原因に対しスタッフから解決策について意見を募り、研究メンバーで
検討した。【結果】構造と治療環境の特性は37の問題から11の原因が、入院患者の特性は
46個の問題から11の原因が、スタッフの特性は22の問題から6の原因が抽出された。【考
察】病棟の治療環境として建物の構造は変えられず、患者の特性から感染対策の効果を患者
の行動に求めることは難しい部分がある。それらを補うためにも、「学習会の学び」「クラ
スター発生の経験に基づくスタッフの能力向上」「感染対策時にスタッフが果たす役割」の
重要性から、スタッフの特性へのアプローチが有効で重要な取り組みになると考察された。

【結論】当病棟の感染対策において、スタッフの特性にアプローチする取り組みが重要であ
る。

P2-155-1
重症児病棟でのクラスターの経験から実践した感染対策の効果
木村∙まどか（きむら∙まどか）

NHO 仙台西多賀病院看護部

【はじめに】当院の重症心身障がい者病棟はA・B病棟あり、オープンフロアとなっている。
今年度、B病棟から1名のコロナ患者が発生したが、一昨年のA病棟で発生した大規模クラ
スターの経験から感染拡大なく終息できたので報告する。【結果】オープンフロアでの感染
対策では、空気の流れの把握も重要であると以前のクラスターから学んだ。その為HEPA
フィルターの導入や1日4回の物理的換気を実施しCO2濃度の測定を行い、B病棟では
669ppm から554ppmと約20％濃度低下するという結果を得ていた。今回1名のコロナ
患者発症時、陽性者の個室隔離と同室患者、対面する部屋の患者はレッドゾーン、その他
個室以外は濃厚接触者として10日間対応。他患者へ感染はなく隔離解除した。【考察】B病
棟は病室に近い場所に汚物室があり、室内の空気が停滞しない構造であることを理解し、
汚物室から遠い病室の前にHEPAフィルターの設置ができたこと、また、ケア後の換気が実
施されたことで各部屋のCO2濃度は低下していたと考える。ゾーニングには空気の流れを
考慮することを教訓として得ていたことで、対面する部屋をレッドゾーン対応することが
できた。クラスターからの学びを活かした感染対策の実施を行うことで、感染拡大せずに
終息に繋げる事が出来た。【結論】HEPAフィルターの導入と物理的換気により部屋のCO2
濃度を低下させる事と、空気の流れを考慮する事でオープンフロアでも感染拡大を防ぐこ
とにつながる事が明らかとなった。今後もHEPAFフィルターの効果的な活用と物理的換気
を定着化させていきたい。
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P2-155-8
標準予防策遵守に向けた取り組み
三宅∙紗英（みやけ∙さえ）、溝内∙育子（みぞうち∙いくこ）、原∙清美（はら∙きよみ）

NHO 岡山医療センター看護部

【背景】ICUの患者は重症度が高く生理的変化もあり免疫低下状態となり易感染性である。
また、緊急入室の場合、感染に関する情報が不十分であり、入室後に感染が判明すること
もある。そういった状況の中で、看護師は、侵襲的処置介助やケアの場面が多く、血液・
体液に暴露する可能性が高い。患者・医療従事者双方を感染症から守るためには、標準予
防策を正しく理解し実践することが重要である。しかし、ケアの場面や人工呼吸器の装着
時など、血液・体液に暴露される場面で個人防護具が正しく装着できていない現状がある。
そこで、標準予防策についての理解と実践を目指して活動したので報告する。【方法】1．勉
強会の前後でアンケートを行いスタンダードプリコーションの理解度を把握、2.直接観察
法でPPEの装着状況を「できている・できていない」で評価、3.グリッダーバグを使用し患
者エリアで看護師が触れる場所にローションを塗布し、汚染の伝播を可視化する4.標準予
防策について勉強会を実施、5.汚染の伝播を可視化したものをスタッフへ周知【結果】標準
予防策について全て正解できたのは4%から70％となった。直接観察による実施率は51％
から42％と低下した。【考察】標準予防策の勉強会の実施、直接観察法、汚染伝播の可視化
により、標準予防策とは何か理解を得られたと考える。また、実施率の結果や汚染伝播の
可視化をフィードバックしたことで標準予防策が適切に行えていなかったという認識につ
ながった。しかし、実施率の結果では、正しい行動へ結びつくことが難しかった。標準予
防策の必要性を理解し、当たり前のように実施できる風土を継続してつくっていく必要が
あると考える。

P2-155-7
感染管理研修の職員受講率向上および勤務時間管理に向けた取り組み
深瀬∙史江（ふかせ∙ふみえ）1、堀内∙弘司（ほりうち∙ひろし）2、鈴木∙彰康（すずき∙あきやす）3、安達∙栞奈（あだち∙かんな）4、
竹越∙浩（たけこし∙ひろし）4

1NHO 横浜医療センター感染制御部看護部、2NHO 横浜医療センター感染制御部感染症内科救急科、 
3NHO 横浜医療センター経営企画室、4NHO 横浜医療センター教育研修部

【背景・目的】医療法では、年2回程度、職員に対する院内感染対策のための研修の実施、及
び全職員の研修への参加が求められている。職員の規模が大きい場合に一度の開催で完結
しない、職種別で医師の出席率が低い、出席確認に時間を要する等の問題点があった。働
き方改革の観点から研修は勤務時間内とすることとなり、受講する職員および運営側にメ
リットが大きいと考えられるシステムを導入した。

【方法】研修は勤務時間内でも出席しやすい夕方の時間に設定し、フォローアップ研修5回
設けた。医療安全研修も年2回の受講が求められるため、感染管理研修と同時開催とし、医
師の出席率向上のために感染管理研修を日本専門医機構の共通講習として登録した。電子
カルテと情報系端末、職員限定公開YouTubeに動画をアップし、閲覧しやすい環境を整え
た。未受講者の明確化のためGoogleアンケートフォーム を使用して出席状況をリスト化
し職員リストと突合した。また、Excelを用いて未受講者に定期的に受講を促した。

【結果】システム導入前は職員の出席率100％達成するまで、運営担当者が要した時間は68
時間であったが、導入後は13.5時間に短縮できた。また、システム導入後は運営側も受講
者も勤務時間に受講できた。

【考察】YouTubeでの閲覧は勤務場所を問わず可能で、アンケートフォーム使用により、紙
の紛失や手書きによる読み間違いが無いことで受講者、開催者ともにメリットがあったと
考えられた。医師には専門医講習受講証明書が発行されることで受講率が向上したと考え
られた。

P2-155-6
感染対策における院内ラウンド計画と実践
三熊∙有香（みくま∙ゆか）、網島∙優（あみしま∙まさる）、小谷∙俊雄（おだに∙としお）、服部∙健史（はっとり∙たけし）、
本間∙直健（ほんま∙なおたけ）、今井∙直木（いまい∙なおき）、竹次∙渉（たけつぎ∙わたる）、田村∙優実（たむら∙ゆみ）、
平吹∙真理子（ひらぶき∙まりこ）、竹場∙光笛（たけば∙みてき）、橋爪∙海音（はしづめ∙あまね）、工藤∙綾栄（くどう∙あやえ）

NHO 北海道医療センター感染対策室

【はじめに】当院は感染対策部門の感染制御チーム（以下ICTとする）で院内ラウンドを実施
している。院内感染対策強化を目的に院内ラウンドの年間計画の立案と実践、その効果に
ついて検討した。【方法】当院ICTでは週1回院内ラウンドを実施しているが、年間計画を
ICTで共有できていなかった。また、病棟以外の他部門のラウンドについては手術室、透析
室、リハビリ室、放射線科、外来処置室のみで、部門毎にチェックリストを作成しておらず、
内容が不相応な項目もあった。週1回という限られた時間の中で病棟・他部門を計画的にラ
ウンドするために年間計画と部門に特化したチェックリストの作成を行った。【結果と考察】
院内ラウンドの年間計画を立案しICTで共有することで、多職種の知識や意見を計画に取
り入れることができた。新たにラウンド部門を増やしたことで問題が明確化し、適切な針
捨て容器の導入にも繋がった。今後は針刺し切創・粘膜曝露事例が発生した部門のラウン
ド強化も計画に取り入れていく。外来部門においては外来中央処置室のラウンドのみとなっ
ていたが、特殊な診察台を使用する婦人科、眼科、耳鼻科と流行感染症患者が多数来院す
る小児科の外来診察室のラウンドを計画に追加した。【結語】例年同じ部門をラウンドする
ことが多くなっていたが、感染症の発生状況や針刺し切創・粘膜曝露発生状況に応じて計
画を評価、アセスメントし、ICTで共有することで今後の院内ラウンドに活かしたい。院内
ラウンドを通して問題を明確化し、適切な感染対策を講じることで、院内感染対策の向上
に努めたい。

P2-155-5
看護師の感染予防行動に対する看護プロトコールの有用性
平砂∙真美（ひらすな∙まなみ）1、村田∙明子（むらた∙あきこ）1、豊原∙大也（とよはら∙だいや）1、山本∙佐知子（やまもと∙さちこ）1、
中川∙かつ枝（なかがわ∙かつえ）1、田本∙奈津恵（たもと∙なつえ）1、山本∙吏（やまもと∙つかさ）1、西川∙貴浩（にしかわ∙たかひろ）1、
重野∙かおる（しげの∙かおる）1、安井∙正英（やすい∙まさひで）2

1NHO 七尾病院看護部、2NHO 七尾病院呼吸器内科

【目的】
耐性菌患者に対して看護師全員が安全かつ効率的な感染対策をとるため、病室内看護業務
に関するプロトコールを作成し、その有用性を検討する。

【方法】
対象は3階病棟看護師31名。4項目（検温・オムツ交換・吸痰・経管栄養）のプロトコール
を作成し、プロトコール導入前後においてPPE得点とケア時間を評価し比較検討した。

【結果】
1，PPE得点で（以下プロトコール前、後）検温（3.2点、8.2点）オムツ交換（5.8点、10.7
点）吸痰（5.7点、10.8点）経管栄養（3.5点、8.3点）と4項目すべてで有意に増加した（p＜
0.05）。2，ケア時間では検温（124秒、109秒）オムツ交換（116秒、164秒）吸痰（109秒、
124秒）経管栄養（107秒、91秒）と検温と経管栄養で短縮していた。

【考察】
プロトコール導入により検温・オムツ交換・吸痰・経管栄養すべての項目においてPPE得
点が有意増加し、感染予防行動が向上したといえる。ケア時間については検温と経管栄養
では短縮効果を認め、業務の効率化としても有用と考えられた。

【結論】
感染予防行動に対する看護プロトコールは有用であることが示唆された。
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P2-156-4
乳癌の骨転移に対して精査中に大腿骨転子部病的骨折をきたした一例
小村∙隼平（こむら∙しゅんぺい）1、山口∙圭太（やまぐち∙けいた）2、伊藤∙勇人（いとう∙はやと）1、
下永吉∙洋平（しもながよし∙ようへい）1、向井∙潤哉（むかい∙じゅんや）1、梅木∙雅史（うめき∙まさし）1、森∙圭介（もり∙けいすけ）1、
宮本∙俊之（みやもと∙たかし）1

1NHO 長崎医療センター整形外科、2長崎大学病院整形外科

【はじめに】Stage4でも長期生存が可能となった現在、病的骨折をきたした場合は著しい疼
痛とADL低下を招く。特に大腿骨の予防的固定は骨折後の固定と比較して治療が容易で、
患者の不利益も最小限に抑えられる。今回我々は乳癌の多発骨転移精査中に大腿骨病的骨
折を来し、骨折手術が必要となった一例を経験したので文献的考察を交えて考察する。【症
例】症例は56歳、女性。右乳癌stage4に対し近医で治療後、脊椎、右腸骨の骨転移に対
する疼痛管理目的に当院に紹介となる。骨転移の全身精査及び腸骨への放射線照射治療を
開始した。PET-CTで右大腿転子部や肋骨などの骨転移を認め、外来受診予定2日前に突然
の右大腿の腫脹、疼痛が出現し救急搬送となった。右大腿骨転子部病的骨折の診断となり、
翌日に骨接合術を施行した。その後は乳腺外科が主科として治療を継続となった。【考察】
病的骨折のリスク評価スコアであるMirel’sスコアは骨転移の部位、骨破壊の性状、病変の
大きさ、痛みの程度により予防的手術の適応決定に使用される。初診時には大腿骨の転移
を認識できず、後方視的に見ると今回の患者はスコアが12点と、切迫骨折の状態であった。
病的骨折をきたした患者は骨折のない患者と比較して死亡率が優位に低く、また平均費用
や入院期間においても優位な差があり、ガイドライン上でも予後や背景などを考慮するた
めにも発見した段階で迅速な多科での連携が必要であった。【結語】長管骨骨転移による病
的骨折は、病的骨折を起こす前に予防的髄内釘を行うことが有用である。そのため癌を発
見した段階で多科と連携し、原発巣の診療科や放射線科だけでなく、整形外科も積極的に
介入する必要がある。

P2-156-3
骨転移リエゾン治療の効果と効率的な運用方法
吉岡∙克人（よしおか∙かつひと）、池田∙和夫（いけだ∙かずお）、納村∙直希（おさむら∙なおき）、高田∙宗知（たかた∙むねとも）、
上岡∙顕（うえおか∙けん）、齋藤∙美希乃（さいとう∙みきの）、大森∙駿（おおもり∙しゅん）

NHO 金沢医療センター整形外科

【目的】地域がん診療拠点病院の当院において、骨転移リエゾン治療の効果と効率的な運用
方法について検討すること。【方法】2018年4月から2023年8月までに当院で画像上骨転
移と診断した骨転移リエゾンチームによる全登録患者301例について、骨関連事象（SRE）、
および院内発生の麻痺について調査した。【結果】原発巣は肺癌95例、前立腺癌86例、乳
癌44例、消化器癌30例、その他46例で、骨転移診断時PS 0－2は224例であった。経
過中SREを102例（33.9％）に認めた。脊椎不安定性（SINS≧7）を有したのは44例で
50％（22例）を肺癌が占めた。44例中25例は放射線治療＋骨修飾薬、8例は手術＋放射線
治療＋骨修飾薬、6例は薬物療法のみで治療した。また、無症状の骨転移に対する予防的治
療を14例（脊椎12例、大腿骨2例）に行った。経過中に5例が麻痺をきたしたが、予期せ
ぬ麻痺を認めたのは1例のみであり、緊急手術症例はなかった。【考察】骨転移患者全例を
把握することで、麻痺や骨折による緊急手術を回避できた。緊急性の高い症例は、読影し
た放射線科医が直接演者に電話連絡し、その日のうちに方針を決定している（骨転移ホット
ライン）。対象は，1.脊柱管内への腫瘍浸潤、2.水平断，矢状断のいずれかで椎体の1/2以
上が骨溶解、3.椎体骨折、4.長管骨皮質への浸潤の4つとしている。骨転移ホットライン
により、主治医及び患者や家族へのSREリスクの説明や予防的治療など迅速な対応が可能
となった。【結語】骨転移301例中102例（33.9％）がSREをきたした。骨転移ホットライ
ンが有用であり、緊急手術を回避できた。

P2-156-2
橈骨病変が発症したのち多臓器病変で死に至った類上皮血管内皮腫

（Epithelioid Hemangioendothelioma：EH）の一例
河野∙樹（こうの∙たつき）1、永野∙裕介（ながの∙ゆうすけ）2、紺野∙拓也（こんの∙たくや）2、忠鉢∙敏弥（ちゅうばち∙としや）2、
石田∙健太（いしだ∙けんた）2、西本∙紀之（にしもと∙としゆき）2、伊東∙学（いとう∙まなぶ）2

1NHO 北海道医療センター初期臨床研修部、2NHO 北海道医療センター整形外科

【症例】68歳女性
【主訴】左前腕の腫脹と自発痛
【入院前経過】発症から約5 ヶ月で近医から紹介受診。単純レントゲン写真で左橈骨近位骨
幹部に数mmの類円形の骨透亮像を複数認め、CTでは皮質骨の透亮部とその周囲に骨膜反
応様変化が見られた。MRIで橈骨の皮質骨と髄腔、周囲の軟部組織に造影効果のある領域
がみられたが、占拠性病変は見られなかった。血液培養など感染症検査は陰性、血液検査
上の炎症反応は見られなかったが、非定型的な感染やアレルギーなどによる橈骨とその周
囲の炎症と考えた。診断的治療として、まずは抗炎症薬内服、次に抗菌薬を追加し、いず
れも奏功しなかったが、明確な悪化もなく経過した。発症から10 ヶ月頃に疼痛が強くなり、
画像上骨透亮像が大きくなったために、手術で前腕病変の掻爬と組織採取を行うこととし
た。

【入院後経過】入院当日に右季肋部及び背部痛が出現し、CT撮像すると肝臓に多発腫瘤影及
び肺に多発結節影と無気肺を認めた。気管支鏡検査では腫瘍性病変は認めず、腹腔鏡下肝
生検を施行し病理にてEHと診断された。背部痛は急速に強くなり、オピオイドでもコント
ロールは困難となり、せん妄も出現した。EHの治療は当院では困難であり、転院し化学療
法の適応が検討された。しかし適応困難で緩和ケアの方針となり、転院から2週間後に永眠
された。

【考察】EHは稀な疾患であり、緩徐進行例、急速進行例共に報告がある。本症例では橈骨病
変が最初に発症したが、EHの骨病変として診断ができず、全身的症状が出現してからは急
激に悪化し死に至った。典型的な骨の腫瘍性病変がなくとも本疾患を念頭に全身的検索を
行うことが重要である。

P2-156-1
A Rare Clinical Presentation With a Difficult Imaging Diagnosis of 
an Intra-articular Clear Cell Sarcoma of the Knee
川崎∙朋範（かわさき∙とものり）1,4,6、永井∙宏和（ながい∙ひろかず）1、岩谷∙靖雅（いわたに∙やすまさ）1、
近藤∙隆久（こんどう∙たかひさ）1、星田∙義彦（ほしだ∙よしひこ）2、谷山∙清己（たにやま∙きよみ）3、谷山∙大樹（たにやま∙だいき）3、
菅野∙恵士（かんの∙さとし）4、平崎∙正孝（ひらさき∙まさたか）5、榎本∙篤（えのもと∙あつし）6、市川∙二郎（いちかわ∙じろう）7

1NHO 名古屋医療センター臨床研究センター、2NHO 大阪南医療センター病理診断科、 
3NHO 呉医療センター病理診断科、4埼玉医科大学医学部病理診断科、 
5埼玉医科大学医学部がんゲノム医療科、6名古屋大学医学部腫瘍病理学、7山梨大学医学部整形外科

Clear cell sarcoma（CCS）, a highly aggressive sarcoma with melanotic 
differentiation, typically occurs in the tendon and aponeuroses of the lower 
extremities. To our knowledge, CCS in the knee joint is exceptionally rare, with 
only one previous report in the literature. A 64-year-old woman presented 
with pain and swelling of the right knee for 1 year. MRI revealed a tumor in the 
intra-articular region of the knee and a slightly higher-intensity signal on T1-
weighted images compared with the muscle, mild enhancement was observed 
on gadolinium-enhanced T1-weighted images, iso-signal intensity on T2 short tau 
inversion on recovery images, and blooming on T2 star-weighted images. PET/CT 
showed high 18F-FDG uptake in the left knee, with an SUVmax of 17. Although 
imaging suggested a tenosynovial giant cell tumor, the biopsy findings indicated 
CCS. The resected specimen demonstrated that the tumor cells had round nuclei 
with prominent nucleoli. Although most synovial cells were intact, focal intra-
articular extension was observed. Tumor invasion into the bone and intra-tumoral 
hemorrhage were also identified. Immunohistochemistry revealed positivity for 
MITF, HMB45 and SOX10. FISH revealed EWSR1 split signals. To improve survival 
rates, the development of a new treatment regimen is needed, as the efficacy of 
current chemotherapies is limited for CCS（Clinical Nuclear Medicine, 2024）.
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P2-156-8
小児の化膿性股関節炎との鑑別を要した2例
山内∙優太（やまうち∙ゆうた）1、大槻∙亮二（おおつき∙りょうじ）2、遠藤∙宏冶（えんどう∙こうじ）2、林原∙雅子（はやしばら∙まさこ）2、
津田∙歩（つだ∙あゆむ）2、南崎∙剛（みなみざき∙たけし）2、佐々木∙佳裕（ささき∙よしひろ）3

1NHO 米子医療センター初期研修医、2NHO 米子医療センター整形外科、 
3NHO 米子医療センター小児科

【はじめに】小児が股関節痛を主訴に受診し、化膿性股関節炎との鑑別を要した2症例を報
告する。【症例1】4歳3か月男児。X年11月27日登園時に転倒、13時ごろから右股関節
痛を訴え前医受診、X線で股関節周囲の骨折は否定され経過観察となった。同日18時ごろ
に40℃台の発熱があり当院小児科を受診、当科紹介となった。股関節痛で歩行は不可、自
動運動はわずかに可能、CRP2.2mg/dL、WBC11600/μLであった。MRIで股関節には異
常なく、鼠径部に周囲の脂肪織混濁を伴うリンパ節が多発しており、右鼠径部化膿性リン
パ節炎と診断した。小児科入院でセファゾリンによる抗菌薬治療を開始し、炎症反応陰性
化を確認した上で第11病日に退院となった。退院後に症状の再燃なく経過良好、治癒にて
フォロー終了となった。【症例2】10歳男児。2日目より誘因なく左股関節痛を自覚、その
後38℃台の発熱があり近医を受診。インフルエンザ等の感染症は陰性であった。X年12月
17日に精査加療目的に当院紹介となった。立位は困難、CRP4.15mg/dL、WBC7300/μ
Lであった。X線で股関節列隙の開大なく、MRIで左恥骨座骨結合部の輝度変化を認め、左
恥骨の化膿性骨髄炎と診断。小児科入院でセファゾリンによる抗菌薬治療を開始、第6病
日に解熱し、第15病日に退院となった。退院1か月後の再診では症状の再燃なく経過良好、
次回再診は発症後半年を予定している。【結語】鼠径部化膿性リンパ節炎と恥骨化膿性骨髄
炎は比較的稀な疾患である。今回の症例では2例とも化膿性股関節炎と類似の経過・症状を
呈していたが、MRI検査で早急に鑑別することが可能であった。

P2-156-7
腰椎後方侵入椎体間固定術後早期に仙椎骨折を起こした2症例
大山∙素彦（おおやま∙もとひこ）、本田∙剛久（ほんだ∙たけひさ）

NHO 盛岡医療センター整形外科

腰椎後方侵入椎体間固定術後早期に外傷の既往なく仙椎骨折を起こした2症例を経験した
ので報告する。【症例1】68歳女性。既往歴：重症筋無力症（プレドニン内服中）、骨粗鬆症

（ビスフォスフォネート内服中）、高血圧。腰椎変性側弯症に対してL4/5、L5/Sの2椎間
TLIFを行った。術翌日より歩行器で歩行練習開始した。術後1週より腰痛が出現、直ちに
MRIを撮影したが特に異常所見は認めなかった。腰痛は徐々に増悪し、同時に左下垂足が
出現、痛みのためほぼ寝たきりとなった。術後2週のCTで左S1椎弓根スクリュー（PS）の
直上と仙椎を横断する骨折線を認めた。ビスフォスフォネートを中止、PTHを開始し、徐々
に痛みは軽減し、発症後1 ヶ月で歩行練習を再開した。発症後3 ヶ月で麻痺も回復し、術
後4 ヶ月で独歩退院した。【症例2】60歳女性。既往歴：高血圧。腰椎変性すべり症にたい
してL5/SPLIFを行った。術後1週で本人希望により退院、自宅療養となった。しかし術後
2週で腰痛のため体動困難となり再入院となった。術後2週のCTでは右S1PS直下と仙椎
を横断する骨折線を認めた。直ちにPTHを開始し、2週間の安静で痛みは軽減し、発症後3
週で杖歩行が可能となり退院した。発症後3 ヶ月で痛みはほぼ消失したが、右のS1PSのゆ
るみと右のケージの沈下を認め、慎重に経過観察中である。【考察】腰椎固定術後の仙椎骨
折まれではあるが、単純X線像では診断が困難である。MRIやCTが推奨されているが、症
例1では発症後超早期のMRIで骨折が指摘できなかった。仙椎に及ぶ腰椎固定術後に、原
因不明の腰痛が出現した場合には仙椎骨折を鑑別する必要がある。

P2-156-6
X線透視下LIFにおける放射線被曝の検討
齋藤∙美希乃（さいとう∙みきの）、吉岡∙克人（よしおか∙かつと）、納村∙直希（おさむら∙なおき）、上岡∙顕（うえおか∙けん）、
大森∙駿（おおもり∙しゅん）、池田∙和夫（いけだ∙かずお）

NHO 金沢医療センター整形外科

【目的】X線透視下（C-arm）での側方経路椎体間固定術（LIF）は低侵襲腰椎椎体間固定術とし
て普及してきているが，PPSに比べ，LIFの放射線被曝についての報告は少ない．今回，LIF
手術導入初期からの術中透視時間を調べ，経時的な透視時間の変化を検討した．【方法】当
院で行ったLIF（XLIF，OLIF）のうち，単一術者が施行した連続する35例を対象とした（2019
年12月～ 2024年3月）．術前マーキングから手術終了後の確認まで全て含めた透視時間
を調査し，術前マーキングからcage挿入まで，PPS設置から手術終了までの時間に分けて
それぞれ測定した．前期17例，後期18例の2群に分け，透視時間の遷移を後方視的に比
較検討した（マンホイットニーのU検定）．【結果】平均透視時間は手術全体（LIF＋PPS）で前
期141.6s，後期40.3sと短縮した（P＜0.05）．また，LIFのみで前期114.6s，後期23.1s
と短縮し（P＜0.05），LIF1椎間あたりで前期52.8s，後期12.4sと短縮した（P＜0.05）．
また，LIFとPPSで比較すると，LIF67.5s，PPS28.4sとなり，LIFで有意に長かった（P＜
0.05）．25°以上の側彎有り（8例），側彎無し（27例）で比較すると，LIF1椎間あたり，側
彎有り37.5s，彎無し30.4sと側彎有りで透視時間が長かった（P＜0.05）．【結論】LIF導入
初期の6例での透視時間は1椎間あたり70s以上と長く被曝していたが，術者の習熟度に比
例し透視時間は短縮した．LIFは低侵襲手術として多くの利点がある一方，本研究からPPS
と比較し透視時間が長くなることが示された．

P2-156-5
演題取り下げ
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P2-157-4
高体重かつ下肢の拘縮が強いDuchenne型筋ジストロフィー患者に簡易型
移乗リフトを導入してみて
平野∙誠一郎（ひらの∙せいいちろう）1、伊藤∙玲（いとう∙れい）2、田島∙夕起子（たじま∙ゆきこ）3、奥村∙武史（おくむら∙たけし）3、
大塚∙友吉（おおつか∙ともよし）3

1NHO 西埼玉中央病院リハビリテーション科、2国立国際医療研究センター病院リハビリテーション科、 
3NHO 東埼玉病院リハビリテーション科

【背景】
Duchenne型筋ジストロフィー（以下、DMD）患者は筋力低下や関節拘縮、ステロイドの
副作用による肥満等で移乗介助に困難を来す。簡易型移乗リフト（以下、簡易リフト）は起
立補助を行うため、内反尖足や下肢の屈曲拘縮を生じているDMD患者には不適応とされる。
しかし、住宅改修が不要で、場所を取らないため在宅でも導入しやすい。今回在宅生活を
送るDMD患者に安全性を確認した上で簡易リフトを導入した結果を報告する。

【症例提示】
DMD、男性、19歳、体重80kg。座位保持自立、簡易型電動車椅子を使用。ROMは両膝
関節伸展-35°、両足関節背屈-65°、内反尖足と股関節開排を呈している。戸建てで両親と
同居し、月1回外来受診している。母から移乗介助困難との相談があったが、費用とスペー
スの都合上、吊具付きリフトの導入が難しかったため、簡易リフトを検討した。本来は膝
の屈曲拘縮と足底接地が不十分で適応外だが、院内と自宅でデモ機を使用し、安全性の確
認後、導入に至った。
半年後の介助者への聴取では、週6日、ベッド－車椅子－シャワーキャリー間の移乗で使用
していた。本人の胸部圧迫感が毎回生じ、膝当てが外れないように介助者が膝を押さえる
必要があった。また簡易リフトがトイレに入らず使用できなかった。ただし転落や外傷事
故はなく、介助者の負担が軽減したという結果が得られた。

【結語】
高体重で下肢の拘縮が強く、立位をとれないDMD患者においても安全性を確認すれば簡易
リフトの導入が可能であることが示唆された。
本演題に関連して、開示すべき利益相反はない。また本症例から発表に対する同意を得た。

P2-157-3
進行性神経筋疾患患者におけるHALトレーニング開始時の歩行様式による
効果検証
松本∙涼太（まつもと∙りょうた）1、福滿∙俊和（ふくみつ∙としかず）2、西濱∙佑斗（にしはま∙ゆうと）2、速水∙慶太（はやみ∙けいた）2、
橋口∙祐輔（はしぐち∙ゆうすけ）3

1NHO 長崎病院リハビリテーション科、2NHO 沖縄病院リハビリテーション科、 
3NHO 鹿児島医療センターリハビリテーション科

【はじめに】進行性神経疾患患者に対するHALトレーニングの効果はいくか報告されている
が，HAL開始時の歩行様式におけるトレーニング効果の影響についてはあまり報告されて
いない．今回HAL実施患者を対象として日常の歩行様式がHALトレーニングの効果に影
響があるのか検証を行ったのでここに報告する．【方法】対象者は令和3 ～ 6年にHALを1
クール9回実施された25名．HAL適応基準は独歩または歩行補助具を使用して10m以上
歩行可能な方．HAL開始時の歩行状態から独歩群と歩行補助具群に分類.HAL前後で10m
歩行速度，歩数，2分間歩行を評価し,効果判定を行った. 【結果】両群とも10m歩行速度，
歩数，2分間歩行においてHAL実施前後での改善傾向を認め,2群間のHAL前後評価の変化
量では10m歩行速度において有意差を認めた.しかし効果比較では有意差は得られなかっ
たが，トレーニング効果としては歩行補助具群の方に大きい傾向が見られた．（10mWS；
-0.75secVS-2.29sec,P＝0.38,2MD;8.47mVS9.45m,P＝0.48）【考察】進行性神経筋疾
患患者におけるHALの効果として当院においても10m歩行速度や2分間歩行の改善が見ら
れた．2群間の効果比較については有意差が得られなかったが，慢性脳卒中患者における先
行研究において独歩患者よりも歩行補助具使用患者への効果が大きかったのと結果を示し
ており，今回は先行研究と同様の結果を示したと考える．歩行機能が低下した症例の方が
HALのアシスト機能により歩行に必要な筋群の賦活や神経可塑性を促進し,バイオフィード
バック効果による歩行動作の再学習に大きく影響したと考えられる．今後はHALの効果が
出やすい訓練内容や疾患別による効果検証などを行う必要がある.

P2-157-2
HAL歩行運動療法における歩行能力とバランス能力の変化 ―重心動揺計
を用いた効果の検討―
速水∙慶太（はやみ∙けいた）1、西濱∙佑斗（にしはま∙ゆうと）1、中川∙恵嗣（なかがわ∙けいじ）1、福滿∙俊和（ふくみつ∙としかず）1、
渡嘉敷∙崇（とかしき∙たかし）2

1NHO 沖縄病院リハビリテーション科、2NHO 沖縄病院脳神経内科

【はじめに】当院では進行性神経筋疾患患者を中心に，HAL医療用下肢タイプ（以下HAL）を
用いた歩行運動療法を実施している．歩行・バランス能力等が一時的に改善される症例は
多く経験するが，評価結果に与える詳細な情報は不十分である．今回重心動揺計を使用し，
HALがバランス能力に影響を与えるデータに関して傾向を捉えることとした．

【対象】2024年3月～ 5月にかけてHAL治療目的に入院した，進行性神経筋疾患患者5名（筋
強直性ジストロフィー 3名， HTLV-1関連脊髄症2名，歩行レベル：独歩・杖歩行，平均年齢：
51.8±18.2歳）を対象とした．

【方法】当該入院期間中3 ～ 4週間にHAL治療（1クール9セッション）実施した．介入前後
で重心動揺計（アニマ株式会社　グラビコーダGW-5000）を使用し，姿勢安定度評価指標

（Index of Postural Stability，以下IPS）を評価した．歩行評価として，2分間歩行テスト，
10m歩行テストを実施した．その他バランス指標としてTUG，SPPBを比較検討した．

【結果】HAL治療終了後，歩行・バランス指標ともに各平均値は改善傾向であった．しかし
平均IPS値1.00±0.18→0.97±0.20とやや低下しており，平均重心動揺面積や安定性限
界面積の各要素においても改善は見られなかった．

【考察】これまでのHAL治療による歩行能力改善報告と同様に，今回の研究においても歩行
評価は改善傾向であった．IPS値には立位バランス能力における姿勢制御機構が関与してお
り，これらの改善に向けてはHAL治療に加えて，バランス能力低下に起因する個別トレー
ニングも併用することで，より良い結果が得られる可能性を考える．今回5例と少数であり，
今後も症例数を増やし多くのデータ検討を行っていく必要がある．

P2-157-1
進行性神経疾患患者に対しHAL治療での機能改善とQOLの関係性
西濱∙佑斗（にしはま∙ゆうと）1、速水∙慶太（はやみ∙けいた）1、中川∙恵嗣（なかがわ∙けいし）1、福満∙俊和（ふくみつ∙としかず）1、
渡嘉敷∙崇（とかしき∙たかし）2

1NHO 沖縄病院リハビリテーション科、2NHO 沖縄病院脳神経内科

【目的】当院では進行性神経疾患患者に対しHAL医療用下肢タイプ（以下HAL）を使用し歩
行トレーニングを実施している.HAL治療を実施することで機能改善が見られた症例を多数
経験しているが,包括的評価は実施しておらずQOLとの関連性は不透明な状況であった.そ
こで今回は機能改善とQOL評価について傾向検証を目的とした.【対象と方法】令和6年3
月から令和6年5月までの2 ヶ月で当院においてHAL治療（1クール,9セッション）を実施
された4名（HTLV-1関連脊髄症2例,顔面肩甲上腕型筋ジストロフィー 1例,筋強直性ジス
トロフィー 1例）とした.調査項目は機能評価として10m歩行,2分間歩行距離,TUG,筋力
測定はHHD（酒井医療株式会社,モビィー Z）を採用し包括的評価としてFIM,WHOQOL-
26,HADSを採用.HAL治療実施前後で評価を行うこととした.【結果】10m歩行速度は平
均14.8秒→14.0秒, 2分間歩行距離は平均86.7m→89.7m, TUGは平均22.5秒→19.7
秒, HHDの股関節屈曲は11.9kgf→13.3kgfと改善が見られ,その他の機能評価も改善傾向
にあった.包括的評価ではFIM平均122点と変化は見られず,WHOQOL-26は平均3.2点
→3.0点へ低下,HADSの不安項目では7点→8.5点,鬱項目では7.7点→9.5点へ要素を強
める傾向であった.【結語】進行性神経疾患患者に対しHAL治療を実施することで機能は改善
する傾向であったが,包括的評価でADL変化は見られないが,QOL低下や不安・鬱要素を強
める傾向であった.要因として最終評価を入院期間中に実施したことで普段とは違う入院生
活での影響も反映された可能性があった.今後,前向き観察研究として追加症例を含めた解
析を行っていく予定であり,機能改善とQOLの関連性を検証していく予定である.
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P2-157-8
長期療養病棟におけるモニターアームの導入の取り組み
加藤∙佳子（かとう∙よしこ）1、加登山∙未帆（かとやま∙みほ）1、伊藤∙智絵（いとう∙ちえ）1、梅村∙真由美（うめむら∙まゆみ）1、
青木∙光江（あおき∙みつえ）2、舩戸∙道徳（ふなと∙みちのり）3

1NHO 長良医療センターリハビリテーション科、2NHO 長良医療センター A1病棟、 
3NHO 長良医療センター神経小児科

【はじめに】ベッド上で多くの時間を過ごす長期療養患者のQOL向上には、医療的ケアに
加え、患者らの余暇活動（テレビや読書、パソコン等）の環境整備が重要である。特に寝た
姿勢でテレビやパソコンをするためのモニターアームは、安楽な姿勢で活動が可能となる
ことに加え、頸部の変形拘縮を予防し呼吸や嚥下障害の増悪を防ぐ観点からも重要である。
当院では、病院での療養環境に適した、患者にも介助者にも配慮したモニターアームを作成、
導入したため報告する。【経過と問題点】当院では療養患者らがモニターアームを使用する
には、患者家族が購入や設置を進めており、既製品アーム、自作アーム等、患者によって
形状も様々であった。耐震に不安がある物、高さや可動性が不十分でスタッフのケアに干
渉してしまうなど課題があった。【介入経過】既製品では病棟での使用条件に適する物がな
いため、川端鉄工所（株）に新たなアームの設計作成を相談。条件はベッド頭側に据え置き
型、モニター設置の高さを160cmから最大180cmまで調整可能、耐荷重5kg、頸部が変
形している患者やポータブルのX線検査に対応可能なよう左右への可動性、画面角度調整機
能、耐震機能を考慮し試作品を依頼した。2023年7月より病棟患者らに情報提供を開始し
2024年6月現在までに11名が自費購入し病室で使用されている。【考察】療養患者のモニ
ターアームの導入には1.患者側の使いやすさ2.介護者側の使いやすさ3.医療機器との干渉
4.転倒対策など多方面から検討されるべきである。これまでモニターアームは自身で入手
できる一部の患者のみが使用する物であったが、支援を始めるとニーズが多いこともわかっ
た。

P2-157-7
視線入力装置導入を行った作業療法部門の取り組み報告
高見∙奈生（たかみ∙なお）1、大薗∙洋（おおぞの∙ひろし）1、丸山∙由真（まるやま∙ゆうま）1、松本∙優喜子（まつもと∙ゆきこ）1、
佐藤∙里絵（さとう∙りえ）1、中村∙昭則（なかむら∙あきのり）2、小口∙賢哉（おぐち∙けんや）2、長谷川∙直子（はせがわ∙なおこ）3、
篠原∙春奈（しのはら∙はるな）3

1NHO まつもと医療センターリハビリテーション科、2NHO まつもと医療センター神経内科、 
3NHO まつもと医療センター包括医療支援センター

【目的】当院リハビリテーション科の作業療法部門ではALSなどの神経難病の患者に対し
て文字盤やレッツチャットを使用したコミュニケーション支援を行っている。これまで視
線入力装置の導入に至った症例は少なかったが、去年ALS患者2名に対し、視線入力装置
の導入を経験した。導入における問題点を明らかにし、現在当科で行っている取り組みに
ついて報告する。【対象および方法】患者はALSの70代男性および60代女性。どちらも
Orihime　eye＋Switchを導入した。部門内で導入に携わった療法士から導入過程におけ
る問題点や不明点を抽出し検討を行った。【結果】療法士全員が視線入力装置の経験が少な
く、導入における相談やデモ機の依頼などをどこにすればよいか分からないという意見が
多かった。また装置の申請に必要なセラピスト意見書については、統一の書式が設定され
ておらず、担当者が各自でこれまでの経緯や装置の用途などの必要事項を記載し提出を行っ
ていた。【考察】視線入力装置導入の一連の流れを視覚化し、共有しやすくするためのフロー
チャートが必要と考え、作成を進めている。またセラピスト意見書は申請が通らず、何度
も作成をやり直すことがあり、記載項目の統一が必要と考えた。他部門と連携を行い、意
見書のテンプレート作成を進めている。【結語】視線入力装置導入におけるフローチャート、
申請にかかる意見書のテンプレート作成、運用をすることで視線入力装置が必要になる患
者に対し円滑に導入が進められることが期待される。

P2-157-6
ICT機器の活用による筋萎縮性側索硬化症患者の活動性の維持に向けて～
多職種連携を通じて～
原田∙拓弥（はらだ∙たくや）1、土居∙充（どい∙みつる）2

1NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科、2NHO 鳥取医療センター脳神経内科

【背景】筋萎縮性側索硬化症（以下ALS）は病状進行に伴い，身体機能や活動性の低下を呈す
る．ALS患者の作業療法は，支援用具を適合させて活動性の維持を図ると共に，社会参加の
促進を目指すことにある．そこで多職種との情報共有や連携を行うことで，ICT機器の導入
を行った結果，在宅ALS患者の活動性の維持に繋がった症例を経験したので報告する．【目
的】ALSの在宅療養において余暇活動を継続し，活動性の維持を図る．【方法】市の保健行政
の推進として，難病患者訪問指導事業で自宅訪問にて環境調整を行う．家屋内の生活環境
調整およびコミュニケーション機器導入に関する支援としてiPadとNature remo mini（ス
マートリモコン）のwifiとBluetoothの連携を実施後，iPadとAmazon Alexaの連携を実
施．【結果】本人の声を通して，Amazon Alexaを操作し，自室内の照明，エアコン，テレ
ビの電源の操作が可能となった．【考察】自宅を訪問し環境調整を行うことは，自室内を把
握し本症例とコミュニケーションを図ることで細部までICT機器の活用を行うことができ
る一つの手段である．また難病患者訪問指導事業は多職種が参加するため，OTとしての専
門性を地域のスタッフと情報共有できる限られた場所であった．多職種と連携を行うこと
は，本症例の自宅での生活を維持するために重要であり，地域支援を継続していくために
も大切なことだと考える．院内と地域の連携を円滑に行うために，その地域に見合った支
援方法を検討していきたいと考える．

P2-157-5
肩甲帯運動により修正Borg Scaleが改善したミオパチーの一症例
鬼頭∙良輔（きとう∙りょうすけ）1、鬼頭∙大志（きとう∙たいし）2、牧江∙俊雄（まきえ∙としお）3、久留∙聡（くる∙さとし）4

1NHO 鈴鹿病院リハビリテーション科、2NHO 鈴鹿病院脳神経内科、3NHO 鈴鹿病院臨床研究部長、 
4NHO 鈴鹿病院院長

【はじめに】
ミオパチーの症状として,呼吸困難感が経験される．今回、ミオパチーによる呼吸困難感に
対して,肩甲帯運動が有用であった一例を報告する．

【症例紹介】
70代,男性．10年前に呼吸困難感が発現．7年前に在宅での生活困難となり,当院へ入院．
骨格筋CT検査にて,後頚部の軽度変性と三角筋・棘下筋・上腕二頭筋など上肢や呼吸に関
係する筋の萎縮が認められた．緩徐進行性のミオパチーと臨床診断されている

【理学療法評価・治療】
FIMは83点,電動車いすで自走可能．臥位時はCPAPを装着,座位時は辛うじて自力で呼吸
ができている．SpO298％ ,HR55bpm．左の肩甲骨が,前傾・下方回旋位を呈し,前・中斜
角筋の圧痛がある．超音波検査にて,斜角筋レベルの腕神経叢と周囲組織間が不明瞭である．
治療は,深呼吸に合わせて,自動介助運動で肩甲帯の挙上・下制運動と屈伸運動を実施した．

【結果】
理学療法介入前後で呼吸困難感は,修正Borg　Scale：7→4と軽減した．関節可動域は,左
肩甲帯伸展-5°→5°,下制-10°→0°と改善した．超音波検査にて,斜角筋レベルで左の腕神
経叢と周囲組織間の境界が明瞭となり,周囲細静脈の開大が認められた．

【考察】
肩甲帯運動は,腕神経叢周辺の細静脈を開大し,筋血流を改善させる．筋内環境が改善した
結果として,関節可動域は広がったと考えられる．細静脈の開大と関節可動域の拡大により,
呼吸困難感が軽減したと考えられる．

【結語】
ミオパチー患者における肩甲帯運動は,細静脈の開大や関節可動域の拡大によって,呼吸困
難感を軽減したと考えられた．
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P2-158-4
クリップヒットを使用した音楽活動による筋ジストロフィー患者の感情表
出に向けて
森∙杏菜（もり∙あんな）、長尾∙弘子（ながお∙ひろこ）、榮∙大喜（さかえ∙たいき）、宮本∙春香（みやもと∙はるか）、
谷野∙瞳（たにの∙ひとみ）、松村∙剛（まつむら∙つよし）

NHO 大阪刀根山医療センター療育指導室

【背景】筋ジストロフィー患者は、進行性の筋力低下や病型による発達障害、知的問題等の
背景により、コミュニケーション面で難しい傾向がある。本研究は、限られた身体の動き
でも大きく反応する｢クリップヒット｣という楽器を使用した結果、患者の感情表出が促進
されたので報告する。【目的】・患者の身体機能を生かし、わずかな刺激で音が出る｢クリッ
プヒット｣を使用し、感情表出を促す【方法】（対象）音楽を好む筋ジストロフィー患者3名

（期間）R6年1月～（内容）患者の好みの音楽に合わせクリップに触れ音を出す（評価）言葉
の表現が難しい患者を含むため、複数の職員で患者の表情の変化や反応を、｢楽しそうな｣
｢生き生きとした｣ ｢元気の良い｣ ｢嬉しそうな｣ ｢わくわくした｣の5つの形容詞を用いて、
｢1.全く見られない｣ ｢2.あまり見られない｣ ｢3.わずかに見られた｣ ｢4.しばしば見られた｣
｢5.非常に見られた｣の5段指標を基に評価した。【結果】・患者の自発的な指の動きがクリッ
プに伝わり、音が出る場面が確認された。また、笑顔や達成感のある表情、｢よかった｣と
感想を述べる事もあった。・形容詞による指標では患者の体調等の影響もあり、一定の変化
について評価が難しかった。・活動は現在も継続している。【まとめ】今回の取組は、わずか
な指先の動きを最大限に活用し、反応が音として出る事から表現する喜びや挑戦する意欲
に繋がるのではないかと考える。また、好きな音楽を他者と楽しむ事で一体感や心地よさ
を感じ、結果的にコミュニケーションの促進にも繋がったと思われる。今後も患者の喜び
や身体機能の維持を目指し、継続してクリップヒットを活用していきたい。

P2-158-3
てっちゃんねる始動！～生きがいに繋がった活動支援の取り組み報告～
藤田∙瑞稀（ふじた∙みずき）、井内∙香住（いうち∙かすみ）、中∙若奈（なか∙わかな）、井上∙真理子（いのうえ∙まりこ）、
和田∙勇貴（わだ∙ゆうき）、宮崎∙達志（みやざき∙たつし）、妹原∙彩乃（せはら∙あやの）

NHO とくしま医療センター西病院小児科療育指導室

【概要】当院の療養介護病棟に入所されているデュシェンヌ型筋ジストロフィー 30代男性
患者が2023年6月より自身のYouTubeチャンネル｢てっちゃんねる｣を開設、動画投稿を
開始した。動画投稿以前は、余暇活動に対して無気力でパソコンを使うこともしていない
時期もあった。その中で心境の変化があり、｢動画投稿がしたい｣と本人が希望して動画投
稿をしている現在に至る。動画投稿前後での本人の言動や思いの変化、療育指導室職員の
関わりや他職種との連携を報告する。【方法】記録から当該患者の動画投稿前後の言動を比
較する。動画投稿に関する思いや考えなどを当該患者や家族、他職種への聞き取りをする。

【結果】動画投稿以前、当該患者は部屋を暗くして過ごすなど生活への無気力さが感じられ
たが、保育士、児童指導員による継続的な気分転換を促すアプローチや心理療法士による
介入などによって、徐々に興味があることや挑戦したいことを職員に伝えられるようになっ
た。動画投稿をする中で、内容の考案、新しい取組、自己発信などを行い、意欲を持って
生活を送っている。動画投稿にあたっては、本人や主治医、病棟と相談し、懸念事項など
を精査し、トラブルなく動画投稿が継続できている。また、他者との関わりを持つことを
希望され、院内外の人との繋がりを持つこともできた。本人や家族、他職種への聞き取り
結果は当日報告する。【考察・結論】当該患者は体調が不安定なときもあったが安定すると｢
動画を出したい｣と希望され、｢動画投稿｣といった生きがいを持って療養生活を送っている
と考えられる。今後も、本人の希望を実現させるためのサポートを患者家族や他職種と連
携して行っていきたい。

P2-158-2
演題取り下げ

P2-158-1
デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者のプログラミング能力を活かした自
己肯定支援取り組み
榮∙大喜（さかえ∙たいき）、長尾∙弘子（ながお∙ひろこ）、森∙杏奈（もり∙あんな）、宮本∙春香（みやもと∙はるか）、
谷野∙瞳（たにの∙ひとみ）、松村∙剛（まつむら∙つよし）

NHO 大阪刀根山医療センター療育指導室

【はじめに】当院の日中活動では、PC等ネットワークを使用した「すごろくゲーム」を実施し
ている。参加したA氏より「自分がプログラミングするゲームで他者に楽しんでもらいたい」
と希望があり、援助する過程でA氏が活き活きと過ごし精神的安定に繋がったので報告す
る。【目的】・A氏のプログラミング能力を活かし仲間と共に楽しめるゲーム作りを援助する。・
A氏が「他者に楽しんでもらいたい」「人の役に立ちたい」という気持ちを大切にし、活動場
面で主体的に取組めるよう支援する【方法】対象：筋ジストロフィー患者期間：R5年10月
~内容：A氏が作成したゲームを参加者のモニターに映し、ゲームを実施。A氏が主体的に
操作できるよう進めた評価：参加者によるアンケート　A氏の感想【結果】・アンケート結果
では「気分転換になった」「おもしろかった」「わくわくした」などの好印象の回答が多くを
しめた。また「A氏に会って話したい」と話される方もいた。・A氏は、参加者に感想やゲー
ムを良くするアイディアを積極的に聞かたり、参加者の笑顔や楽しい雰囲気に「モチベー
ションが上がる」「もっと良い物を作りたい」と意欲的になった。・現在も継続中【考察】A氏
は、入院当初「在宅に早く帰りたい」など落着かず焦るような姿があったが、今回、A氏の
プログラミング能力を活かした関わりの中で、他者がゲームを楽しんいる様子や自分に関
心をもってくれる仲間の存在などから、本人の達成感や意欲、心の安定に繋がったのでは
ないかと考える。今後も引き続き本人のニーズに応じ、他者との交流の機会を作り、本人
の生きがいや充実した生活が過ごせるよう支援していきたい。
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P2-158-8
ゆめふぁーむを楽しもう！！～筋ジストロフィー・ALS等病棟における野
菜の栽培を取り入れた集団活動～
春川∙恭子（はるかわ∙きょうこ）1、梅内∙夏海（うめうち∙なつみ）1、田中∙大輔（たなか∙だいすけ）1、木明∙香子（きみょう∙こうこ）1、
池田∙哲彦（いけだ∙てつひこ）2

1NHO 新潟病院療育指導室、2NHO 新潟病院脳神経内科

【はじめに】当院の筋ジストロフィー、ALS等病棟ではコロナ禍による屋外活動の減少に対
する対策として令和4年度より病院敷地内に畑（以下ゆめふぁーむ）を作り、集団活動に野
菜の栽培を取り入れてきた。今回は知的障害を伴い職員が発達を促すことを目的としたグ
ループ（以下グループ療育）の活動や患者の様子について報告する【目的】屋外活動の場を確
保し気分転換を図る活動を通して生活経験の拡大を目指す【対象者】グループ療育に参加す
る患者3名【方法】1）ゆめふぁーむの運用および環境整備2）集団活動内で畑および野菜を活
用した活動の実施3）活動の周知を図る【結果】1）病院敷地内の土地を畑として整地し、野
菜の種類や配置を検討したことで患者が直接野菜に触れ栽培に携わる環境を作ることが出
来た2）野菜の栽培に直接携わる活動や野菜を利用した活動など、集団活動において畑を介
した活動を実施した。また対象患者は個別活動においても水やりや収穫など畑での活動を
希望することが増え活動を楽しんでいる様子が見られた3）ゆめふぁーむ通信の発行や対象
患者のベッドサイドへの活動写真を掲示したことで、対象以外の患者やスタッフからの声
掛けが聞かれるなど活動に対する関心が寄せられている【考察・まとめ】活動開始後2年を経
過し、対象患者それぞれが活動を楽しんでおり気分転換や取り組みの充実に繋がっている。
またグループ療育を中心として活動を始めたが、活動の周知が図られたことで対象患者以
外にも活動に関心を示す患者が出てきている。今後もより良い支援を目指し、対象患者の
拡大や収穫した野菜の還元方法など多職種との連携を含め支援内容を検討していく。

P2-158-7
「京都とっておきの芸術祭」に出展して

乾∙吉恵（いぬい∙よしえ）、弓場∙絵美（ゆうば∙えみ）、岡本∙尊子（おかもと∙たかこ）、北村∙このみ（きたむら∙このみ）、
藤井∙鈴子（ふじい∙れいこ）

NHO 宇多野病院療育指導科

【はじめに】当院では、令和4年度から『京都とっておきの芸術祭』に参加している。利用者
がどのような思いで作品作りに取り組んでいたのか、インタビューの声を元に考察したの
で報告する。【目的】今後の実施内容や方法について検討する。【実施期間】令和4年度から
継続中。【方法】参加者33名のうち、回答可能な利用者13名にインタビューを実施。【結果】
活動については、多くが「楽しかった」「気分転換ができた」と感じ、また全員が「またやり
たい」と回答。良かった点・良くなかった点は、「みんなとできたことが楽しかった」「もっ
と作りたかった」「色々選んで作れたのが面白かった」等の声が聞かれた。作品を院外の人
たちに見てもらうことについてどう感じたかは、「作品を見てもらうことに喜びを感じた」

「作品を通して、自分たちの存在や活動を知ってもらい、何か感じてほしい」「他の機会で
も作品を見てほしい」「自分でこのような機会を見つけることが難しいのでいい活動だと思
う」等、一人ひとりが想いを持って参加されていたことが分かった。【考察】「楽しかった」「気
分転換ができた」「もっと作りたい」は、活動内容が充実していたと考える。作品を見ても
らい喜びを感じていたことは、活動への意欲に繋がっていたと考える。また、「自分たちの
存在や活動を知ってもらい、何か感じてほしい」「他の機会でも作品を見てほしい」は、社
会との繋がりに関心を持ち、そういった機会を求めていたものと考える。【まとめ】「人と
の関わり」「社会との繋がり」を感じながら取り組まれていたことが分かった。今後は、こ
の想いを大切に少しでも活動の幅を広げていけるよう取り組んでいきたい。

P2-158-6
病棟交流会「つどいの広場」を実施して～制限緩和から考えるコロナ禍前に
近い日中活動の検討～
石井∙美香（いしい∙みか）、高橋∙奈 （々たかはし∙なな）、松木∙泰地（まつき∙たいち）、佐々木∙祥子（ささき∙しょうこ）、
大森∙勇太（おおもり∙ゆうた）

NHO あきた病院療育指導室

【はじめに】令和5年5月より新型コロナウィルス感染症が5類へと移行し、あきた病院で
も様々な行事や日中活動の制限が緩和され、コロナ前の活動の形に近づくことができてき
ている。しかし、コロナウィルスはなくなったわけではなく、感染対策をしながらの日中
活動支援は続いており、その中でも病棟間交流に関しては感染対策の観点からも実施に踏
み込むことに消極的であった。患者さんのニーズとして以前のような日常を取り戻したい、
様々な体験をしたいとの思いもあり、日常を取り戻す第一歩として他病棟との交流や活動
体験を通し、病棟単位では体験できない活動の提供を行うことができたので現在取り組ん
でいる病棟交流会「つどいの広場」の経過について報告する。【目　的】他病棟の患者と交流
することで病棟単位では体験することのできない活動体験や、他患者との交流を通し療養
生活の充実を図る。【対　象】筋ジストロフィー病棟患者・神経難病病棟患者【方　法】・月
1回、筋ジストロフィー病棟患者3 ～ 4名・神経難病病棟患者3 ～ 4名が参加し、小グルー
プで感染対策に留意しながら交流会を実施。・感染対策の観点から参加が難しい病棟はオン
ライン形式で参加。【結　果】病棟交流会を実施したことで、今まで関わることのなかった
人との交流や活動設定により患者さんの積極性や活動意欲を高めることができた。また、
病棟単位では設備上体験することができない活動を企画し、参加してもらうことで患者さ
んの満足度アップにもつながっている。病棟交流会「つどいの広場」は現在も活動を継続中
であり今後の経過を改めて報告したい。

P2-158-5
「保育士文化活動」～外出気分を体験する活動を実施して～

佐々木∙祥子（ささき∙しょうこ）、松田∙知美（まつだ∙ともみ）、石井∙美香（いしい∙みか）、高橋∙奈 （々たかはし∙なな）、
大森∙勇太（おおもり∙ゆうた）

NHO あきた病院療育指導室

「はじめに」コロナ禍における感染対策により患者の日中活動に関して、行動範囲や時間に
制限のある時期が続いた。保育士の文化活動として、個別で楽しめる手作りの紙芝居や影
絵などを作成し、令和4年からはテーマを決めて「イベントコーナー」を実施した。今回は
2年間実施した取り組み内容と、参加された患者と職員へアンケート調査を実施したので、
その結果を報告する。「目的」行動制限のある中で療養生活を続けている患者さんが気分転
換できる「イベントコーナー」を設置し、テーマ毎に様々な体験をする。「対象」療養介護サー
ビス利用者「方法」1　2022年「温泉コーナー」設置2　2023年「ゲームコーナー」設置3　
アンケートを実施「結果」「温泉コーナー」は会場を露天風呂の雰囲気に装飾し、温かいお湯
と入浴剤を用意して手浴や足浴を体験でき、とても好評だった。「ゲームコーナー」では昔
懐かしのレトロなゲームを制作し、年齢の高い患者にも楽しんでいただけた。また障害の
程度に関係なく指一本でボールを飛ばすことができたり、車いすの高さに関係なく遊べる
ような工夫をし、たくさんの患者に楽しんでもらうことができた。アンケート結果からは「も
う一度行きたい」「目でも楽しく、実際に遊べて楽しかった」などの声が聞かれ評価は好評
だった。「考察」院外に出る機会が少ない入院患者たちに、院内にいながら外に出かけてい
るかのように感じられる場を提供することができた。年齢に関係なく患者、スタッフご家
族が共に楽しめてワクワク感を感じられる空間となった。アンケートの中には「こんなイベ
ントコーナーを作ってほしい」などアイデアが沢山書かれていて、次回への期待感も感じら
れた。
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P2-159-4
小児科患児の不織布マスクを使用した酸素投与方法の検討～患児が嫌がら
ない有効な酸素投与の工夫～
矢嶋∙有希（やじま∙ゆき）、関∙祐介（せき∙ゆうすけ）、内田∙莉未（うちだ∙りみ）、福田∙佳子（ふくだ∙よしこ）、
渡部∙千尋（わたなべ∙ちひろ）、板倉∙玲子（いたくら∙れいこ）

NHO 高崎総合医療センター GCU

【目的】本研究では、酸素カヌラの装着を拒否する幼児に対する酸素投与方法を考案試作し、
従来型と比較検討することで有効な酸素投与方法に関する示唆を得ることを目的とした。

【方法】2022年9月～ 2024年2月までに入院した3歳から6歳の児で酸素カヌラの装着に
拒否があり、保護者から看護研究の同意が得られた患児を対象とした。酸素投与方法は封
筒法を用いて、従来型（酸素マスクを衣類に装着）と試作型（不織布マスクに酸素カヌラを装
着）から無作為に選定した。病棟看護師へ装着状況の記載を依頼し、使用感ついてのアンケー
トを実施した。装着状況およびアンケートから得られたデータを基に単純集計で分析を行っ
た。当院の倫理審査委員会の承認を受けプライバシーに配慮し研究を行った。【結果】対象
者は従来型が4名、試作型が3名であった。装着時間に個人差が大きく単純な比較は困難で
あった。従来型は4名中2名の患児、試作型は3名中2名に拒否と体動によるずれがみられ
た。看護師へのアンケート結果は、従来型は『ずれがなければ有効』『拒否がなければ有効』
が挙がり、試作型は『キャラクターの効果』が挙がった。【考察】従来型は拒否がなく、体動
が少ない児に対しては有効な酸素投与方法と考えられる。試作型はマスクやキャラクター
のシールを選択することで受け入れが良好となった児に対しては、有効な酸素投与方法で
あると考える。本研究ではどちらか一方を無作為に選定していたため患児に選択権はなかっ
た。今後は、二つの方法から選択し実施することで有効な酸素投与が行えると考える。

P2-159-3
「NICUにおける急性期皮膚トラブルに関する実態調査」保育器内環境のさ
らなる向上を目指して
吉崎∙真由美（よしざき∙まゆみ）

NHO 弘前総合医療センター西2階病棟NICU

【目的】A病院NICUでは、リネンにバスタオルを使用していたが、児の皮膚にリネンの跡
や発赤を生じるケースがあった。そこで他のNICU施設のリネンやマットレスの種類、急
性期の皮膚トラブルの有無を実態調査し、今後の示唆を得たいと考えた。【方法】令和5年
7月～ 9月までを調査期間とし、NICU施設を有する全国立病院機構　21施設　及び青森
県内のNICU施設を有する病院3施設へ郵送法による無記名自記式質問紙を送付し、得られ
たデータを単純集計した。【成績】アンケートを送付した24施設のうち回答を得られたのは
11施設で、回答率45％であった。リネン素材について、バスタオル以外の素材を使用して
いる（併用している施設を含む）のは7施設であった。マットレス素材は保育器付属以外の
マットレスを使用している施設は8施設であった。ポジショニンググッズ使用に関し、何ら
かのポジショニンググッズを使用している施設は9施設であった。急性期の皮膚トラブルに
関し、トラブルが見られなかった施設は3施設、見られた施設は8施設であった。調査結果
からは、28週未満の超早産児に肌あたりが良く柔らかい素材のものを使用していることが
わかった。バスタオル生地の特性として、摩擦による皮膚刺激、痛みが他の素材に比較し
大きいなど、急性期の皮膚トラブルにつながる可能性が高い。児はオムツのみで、リネン
が直接肌に触れる面積が大きいため、肌に触れるリネン素材の選択は特に重要性が高いと
考える。【結論】28週未満の早産児では、平織りのリネンやウレタン素材マットレス等を使
用している施設が多く見られ、早産児に対しバスタオル以外の素材を導入していく検討が
必要である。

P2-159-2
医療的ケア児の家族に対する在宅ケアシートを使用した退院支援の現状と
今後の課題
須崎∙成実（すさき∙なるみ）、川口∙玲子（かわぐち∙れいこ）、脇田∙真季（わきた∙まき）、清水∙幸江（しみず∙ゆきえ）、
萩野∙響子（はぎの∙きょうこ）、廣野∙絵美（ひろの∙えみ）、藤代∙朋子（ふじしろ∙ともこ）

NHO 三重中央医療センター西4病棟

【はじめに】在宅で医療的ケアが必要な児とその家族には、育児手技に加え医療的ケアも含
めた退院指導が行われる。小児はケアマネージャーのようなケアプランの作成や調整にあ
たる職種がいないため、両親が社会的制度も理解し利用申請などを行う必要があり、家族
への指導は内容も複雑で重要なものとなる。A病院では、漏れなく確実な指導が行えるよ
う母児同室や退院を目標にそれぞれ看護師、MSW、家族に対して確認事項や指導項目を記
載した在宅ケアシートを作成し活用しているが、内容で家族に困りごとはないか、指導内
容に問題がないか明らかにする必要がある。【目的】A病院で作成した在宅ケアシートを使
用した医療的ケア児の退院指導で、医療者・家族に困りごとはないか現状を把握し、在宅
ケアシートの内容について今後の課題を明確にする。【方法】2023年1月～ 2024年4月末
までにA病院のNICU/GCUから退院し、退院指導に在宅ケアシートを使用した医療的ケア
児22名の家族を対象とする。退院後の家族への指導状況や困りごとの有無を情報収集し介
入と経過を振り返る。【結果】在宅ケアシートを使用することで、指導や調整に漏れはなく、
退院に必要な事項は網羅できている状況であった。しかし、在宅ケアシートは看護師主体
で作成しているため、多職種による指導が退院間際になることや、家族は退院準備を焦る
様子もあった。【まとめ】看護師だけでなく、多職種と家族の役割、退院までの目標日数を
新たに明示することで退院までの予定が明確化し、それぞれ介入が必要な時期に計画的に
退院準備をすすめられるようになるのではないかと考える。在宅ケアシートを多職種で共
有して活用することを目指していきたい。

P2-159-1
病院の機能移転に伴う転院における療育指導室としての引継ぎについて
中∙若奈（なか∙わかな）、藤田∙瑞稀（ふじた∙みずき）、和田∙勇貴（わだ∙ゆうき）

NHO とくしま医療センター西病院小児科療育指導室

【はじめに】当院では、ポストNICU8床の機能移転が決定し、それに伴い転院が決まったポ
ストNICU・ICUに入院する重症心身障害児（者）11名について、継続的に療養生活や療育
支援を受けていけるよう個々の生活状況や療育支援等について「療育サマリー」を用いた情
報提供と転院支援を行ったので報告する。【目的】「療育サマリー」を作成し情報提供を行う
ことで、個々の患者の性格や嗜好、生活状況や療育支援の内容と個々の意思表出の方法と
様子などについて引き継ぎ、転院後の生活や療育支援の円滑な提供につなげることができ
る。【方法】療育サマリーの作成、個々の対象患者のアルバム作成、その過程と転院におけ
る計画書や記録をもとに振り返る。【結果】個々の患者について、「療育サマリー」と約3年
分の生活や療育支援時の様子をまとめたアルバムを作製し、転院先の療育指導室に直接引
き継ぎを行った。
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P2-159-8
家族が子どもの採血に付き添うことに対する思い
大嶋∙祐美子（おおしま∙ゆみこ）、楠本∙桃子（くすもと∙ももこ）、太田∙真利子（おおた∙まりこ）、下平∙沙織（しもひら∙さおり）、
東嶋∙加奈子（ひがしじま∙かなこ）

NHO 嬉野医療センター小児科

【背景】A病院の小児科病棟では、採血時に母子分離で行われてきた。子どもにとって痛み
を伴う処置は精神的苦痛が大きく、苦痛を軽減する看護と子どもが安心する環境作りは課
題となる。そこで、家族が採血時に付き添うことで子どもの苦痛軽減へつながると考えた。
一方で、抑制された子どもの姿や啼泣する姿を見て、家族の精神的負担となる可能性もあり、
家族の付き添いへの思いを明らかにしたいと考えた。【目的】子どもの採血に付き添った家
族の感じたことや思いを明らかにし、付き添い採血時の患児やその家族への看護の示唆を
得る。【方法】採血をする患児の家族で、同意が得られた 20 名に無記名のアンケート調査
を実施。採血に付き添った家族の心理に関する質問 16 項目の 4 段階評価と自由記載で回
答。得られた回答をノンパラメトリック検定、スピアマンの順位相関係数を用いて分析した。

【結果】対象者の背景は保護者であった。「付き添うことで子どもが安心する・家族自身が安
心する」と回答した人の割合は 95％で、「採血時子どもの傍にいたい」と有意な正の相関を
認めた。付き添い採血をして戸惑った人は少なく、付き添い採血が必要と考える人や付き
添いを希望するという前向きな人の割合が多い結果であった。同時に、選択させてほしい
と感じた人の割合は 80％を占めていた。【結論】1．家族は、付き添い採血をすることで子
どもと家族の両方が安心できると感じていた。2．家族は、付き添い採血は必要で付き添い
したいと思っているが、子どもの特性に応じて選択の必要性もあると感じていた。3．子ど
もと家族の意見を取り入れながら、個別性のある支援をしていくことが示唆された。

P2-159-7
日帰り食物経口負荷試験の入院オリエンテーションを映像化して～付き添
い家族の理解度から電子媒体を使用する上での課題を検討する～
外薗∙香織（ほかぞの∙かおり）、岩田∙咲希（いわた∙さき）、射和∙里帆（いざわ∙りほ）、伊藤∙康貴（いとう∙こうき）、
纐纈∙里英（こうけつ∙りえ）、上山∙裕未（うえやま∙ゆうみ）、山本∙優実（やまもと∙ゆうみ）、早川∙祐子（はやかわ∙ゆうこ）、
東岡∙史（ひがしおか∙ふみ）、片浦∙明子（かたうら∙あきこ）

NHO 三重病院看護部

＜背景・目的＞
看護協会では、ICT等を活用し業務の効率化・生産性の向上のための支援に取り組んでおり、
当小児科でも口頭での入院オリエンテーションから案内の統一と業務の効率化を目指し映
像化に踏み切った。先行研究で、複数の子ども・付き添い家族が同じ場所で視聴した場合
の理解度について調査されていたものはなかったため、当小児科での環境下における入院
環境・検査の流れの理解度を調査し、電子媒体を使用する上での課題を検討した。
＜対象・方法＞
2024年2月末から4月中旬までの日帰り食物経口負荷試験（Oral Food Challenge test、
以下OFCと略す）で入院する児の付き添い家族を対象に質問紙調査を行った。
＜結果＞
アンケートでは、入院環境について86％以上、OFCの流れについても95％以上の家族が
理解できたと回答した。オリエンテーションの映像の見やすさでは、患者の年齢に関係な
く95％が見やすいという結果になった。映像を取り入れる事は98％以上の方が良いと回答
したが、自由記載欄には映像の中の情報量が多く大切な部分がわかりづらい、子どもをあ
やしながらだと見落としてしまう、席によっては映像が見にくいなどの意見もあった。
＜考察・結論＞
入院オリエンテーションを映像化した結果、付き添い家族の理解度は高まった。しかし複
数の子どもと付き添い家族が一緒に視聴する環境では、大切な部分がしっかり伝わる様に
映像を工夫し、電子媒体だけに頼ることなく、紙面での案内を併用し、必要に応じて口頭
での補足も必要であることが示唆された。

P2-159-6
小児看護に対する苦手意識や対応困難な現状について
柴田∙鮎美（しばた∙あゆみ）、阿部∙明美（あべ∙あけみ）、木村∙成江（きむら∙なるえ）

NHO 別府医療センター南2病棟

【はじめに】該当病棟は小児科を含む混合病棟へ編成された。小児看護に対する現場教育と
して、配置換えされた看護師へ病棟独自の小児教育計画や学習会を設けているが、小児看
護への苦手意識や対応が難しいと感じる看護師がおり、在籍看護師の中にもそのように感
じている実状がみられた。【目的】混合病棟で働く看護師が、小児看護への苦手意識や対応
が難しいと感じている現状を明らかにするための実態調査。【方法】看護師27名に対し質問
紙調査を実施。病棟所属5年目未満と5年目以上のグループに分け、小児看護を行う看護師
の苦手とする6つのカテゴリー（1小児との関わり、2治療内容・処置、3患児の症状・変化、
4患児の家族との関わり、5他職種との関わり、6学習・教育体制）を基に、独自の内容で
作成した81項目のアンケートを実施。【結果】5年目未満の看護師からは236の項目に対し
て否定的評価得点が高くみられた。5年目以上の看護師では4に対してのみ、5年目未満よ
り否定的評価得点が低い結果となった。【考察】5年目未満の看護師は小児や看護に関心はあ
るが、OJTや小児教育計画の浸透が充足していないことで、知識や技術の習得が不十分の
ままとなり不安や苦手意識を感じる要因となっていると考える。一方、5年目以上の看護師
はハイリスク患児を見る機会が多く、患児の家族とのさまざまな看護の場面で、患児・家
族との関わりに苦手意識やストレスを受けた経験から、知識や技術ではなく、より個別性
が必要な状況に対して困難感を感じるようになっていると考えた。【今後の課題】小児看護
の専門的知識や技術への能力育成支援へと結びつく改善案の再構築が必要である。

P2-159-5
小児患児の点滴固定方法の検討-刺入部の観察が容易な固定方法の安全性
と有用性について-
柏村∙佳菜（かしわむら∙かな）、藤田∙加奈子（ふじた∙かなこ）、松永∙美佳（まつなが∙みか）、森下∙早苗（もりした∙さなえ）

NHO 岩国医療センター 6階西病棟

【目的】点滴トラブルを早期発見でき、かつ安全な点滴固定方法を比較検討する。【方法】手
背に点滴を挿入する0 ～ 7歳未満の患児を対象として、（1）刺入部に粘着力の強い不透明な
未滅菌テープを貼付し、その上からプラスチックの保護カバーで覆いシーネ固定する（旧固
定方法）と新たに考案した（2）留置針を滅菌テープでΩ型に固定し、刺入部に滅菌の透明ド
レッシング材を貼付してシーネ固定する（Ω固定方法）、（3）留置針を滅菌テープでα型に固
定し、刺入部に滅菌の透明ドレッシング材を貼付してシーネ固定する（α固定方法）方法を
用いて、看護師が2時間おきに刺入部の観察を行い、各固定方法での点滴トラブルの発見数
と点滴トラブル発生までの平均日数を比較検討した。A病院の倫理審査委員会にて承認を得
た。【結果】腫脹・硬結・発赤等の点滴トラブルの発見数について、（1）は222名中147件

（2）は17名中12件（3）は22名中13件発生した。このうち（2）（3）では発赤は出現しなかっ
た。点滴トラブル発生までの平均日数は（1）は2.16日（2）は1.50日（3）は3.22日であった。
点滴トラブルの発生頻度、平均日数は各固定方法で有意差がなかった。0 ～ 1歳において（1）
と（2）の間で有意差を認めた。【考察】各固定方法において点滴トラブルの発生頻度に差が
なかった。（1）より容易に刺入部を観察できる（2）は、0 ～ 1歳における点滴トラブルの早
期発見に有用であった。また、滅菌テープで固定した（2）（3）は発赤を生じなかった。（2）

（3）の問題点としては、発汗が多いとドレッシング材が剥がれやすく、固定が保てないこと
が考えられた。点滴固定方法を患児の年齢や行動特性、点滴留置部位を考慮して検討して
いく必要があると考えられた。
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P2-160-4
当院における重症喘息に対するテゼペルマブ使用状況
福山∙聡（ふくやま∙さとる）、合瀬∙瑞子（おうせ∙みずこ）、片平∙雄之（かたひら∙かつゆき）、野田∙直孝（のだ∙なおたか）、
出水∙みいる（いずみ∙みいる）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器内科

【目的】重症喘息に対する生物学的製剤が普及してきており、有効性が報告されている。近
年は寛解も議論されている。5つ目に喘息適応となったテゼペルマブの当院での使用状況お
よび有効性について報告する。【方法】テゼペルマブ使用前後での、症状スコア（ACT）、呼
吸機能、FeNO、IgE、末梢血好酸球数、治療内容、増悪、を評価する。【結果】テゼペルマ
ブ使用患者は男性2名、女性4名、合計6名。平均年齢は63歳（44-80歳）。他の生物学的
製剤からの切り替えが2名、生物学的製剤未使用が4例。有効例4例、変化なし2例、無効
例はなかった。ACT、各バイオマーカーや呼吸機能、増悪は改善を認めた。【結論】重症喘
息に対し、テゼペルマブは有効であるが、長期の有効性および寛解導入については今後検
討する必要がある。

P2-160-3
トリプル治療からLABA/LAMA配合剤への切り替えを行ったCOPDの2例
野田∙直孝（のだ∙なおたか）、福山∙聡（ふくやま∙さとる）、出水∙みいる（いずみ∙みいる）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器内科

【症例1】60代男性。労作時息切れを自覚し、6年前に当院を受診した。画像検査・呼吸機
能検査から肺気腫、COPDの診断に至り、LABAの吸入を行い定期的に通院していた。そ
の後、COPD増悪を契機にICS ／ LABA ／ LAMA配合剤を開始した。労作時息切れが
mMRC 2から1へ改善し、呼吸機能の改善も得られており、LABA ／ LAMA配合剤へ切り
替えたところ、COPD増悪は認められず呼吸機能も不変で経過した。

【症例2】60代女性。COPDとして近医に通院していたが、転居に伴い診療継続目的に当科
紹介となった。LAMA吸入にて治療を継続していたが、COPD増悪による定期外受診が認
められたため、ICS ／ LABA ／ LAMA配合剤を開始した。定期外受診の減少と呼吸機能の
改善が得られたが入院を要する肺炎を繰り返すようになったため、LABA ／ LAMA配合剤
へ切り替えたところ、呼吸機能は悪化するものの、入院が必要な肺炎は発症せず外来診療
で対応可能な程度に病勢が安定した。

【結論】吸入ステロイドの中止は呼吸機能悪化のリスクがあるものの、感染制御の面では有
効である。

P2-160-2
慢性呼吸器疾患患者に対する治療障壁因子の検討
野田∙直孝（のだ∙なおたか）、福山∙聡（ふくやま∙さとる）、出水∙みいる（いずみ∙みいる）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器内科

【目的】吸入アドヒアランス低下を招く治療障壁因子を同定する。
【方法】当院に通院している慢性呼吸器疾患患者を対象として、任意の定期受診時に調査を
行った。年齢・性別・基礎疾患・定期的に服薬している薬剤の種類および用法・用量を記録し、
Adherence Starts with Knowledge-20（ask-20）（日本語版）を用いて問診を行い、治療
障壁因子の状況を評価した。また、吸入薬残薬の有無によって吸入治療の実施状況を評価
した。

【結果】吸入薬の残薬がある症例では残薬がない症例よりも治療障壁因子が多かった（4.6 v.s. 
2.2）。障壁因子を項目毎に評価したところ、障壁因子が5以上ある症例では、障壁因子4以
下の症例よりも意識の点数（3.8）と医療関係者との話し合いの点数（2.8）が有意に高かった。
定期内服している薬剤数と障壁因子との間に有意な関連は認められなかった。

【結論】疾病や薬剤に対する認識や患者―医療スタッフ間のコミュニケーションについては
改善する余地がある。

P2-160-1
慢性閉塞肺疾患患者に対する吸入手技の確認頻度と効果に関する検討
野田∙直孝（のだ∙なおたか）、福山∙聡（ふくやま∙さとる）、出水∙みいる（いずみ∙みいる）、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）

NHO 大牟田病院呼吸器内科

【目的】慢性閉塞性肺疾患（COPD）患者に対する効果的な吸入手技の確認頻度を探索する。
【方法】当院に1カ月以上定期的に通院して吸入治療を行っている病状安定期のCOPD患者
を対象とし、はじめの3 ヶ月は吸入指導を1回/月実施し、その後は3 ヶ月後、6 ヶ月後と
間隔をあけて吸入指導を行った。吸入手技の習熟度を4段階で点数化して吸入指導前後で比
較した。また、吸入指導前後のCOPD assessment test（CAT）、FEV1によって臨床効果
を検討した。

【結果】初回吸入指導時の吸入手技のうち、吸入後の息止めの点数が低かったが、吸入指導
を重ねるうちに改善し3 ヶ月後には十分な吸入手技を習得した。3 ヶ月の間隔をあけて確
認したところ、手技が安定していたが、6 ヶ月の間隔があくと吸入前の息吐きと吸入後の息
止めができなくなっていた。また、CAT、FEV1の数値も悪化していた。

【結論】吸入指導を3回以上行うと適切に吸入治療が可能になるものの、少なくとも6 ヶ月
に一度は吸入手技の確認を行う必要がある。



692

P2-160-8
早期より肺炎を繰り返し多彩な合併症を呈した特発性胸膜肺実質線維弾性
症の一症例
香川∙智子（かがわ∙ともこ）1、杉本∙英司（すぎもと∙えいじ）1、茂田∙光弘（もだ∙みつひろ）1、新谷∙亮多（しんたに∙りょうた）1、
竹内∙奈緒子（たけうち∙なおこ）1、澄川∙裕充（すみかわ∙ひろみつ）2、滝本∙宜之（たきもと∙たかゆき）3、清水∙重喜（しみず∙しげき）4、
新井∙徹（あらい∙とおる）3

1NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科、2NHO 近畿中央呼吸器センター放射線部、 
3NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、4NHO 近畿中央呼吸器センター臨床検査科

症例は76歳女性. 喫煙歴なし, 粉塵暴露歴なし, 間質性肺炎の家族歴なし. 初診時身長 151 
cm, 体重38 kg, BMI 16.6. X-12年に発熱, 咳を主訴に紹介受診となった. 肺炎を認め, 抗
菌薬で治療した. X-9年2月にも肺炎を認めた. X-9年9月, 右気胸を発症し, 入院の上安静
により改善した. 同年11月, 右気胸再発のため, 胸腔鏡下右肺嚢胞切除術を行った. X-7年
より労作時呼吸困難（修正MRC グレード1）が出現した. X-6年8月に左気胸を発症し, 難
治性であったため胸腔鏡下左肺嚢胞切除術を行った. X-6年10月, 肺炎のため入院加療を
要した. 同時期より胸部CT所見で両側肺尖部にpleuroparenchymal opacityを指摘され
ている. X-6年の呼吸機能検査は, %VC 50.2%, %FVC 47.1%, 一秒率 95.19%, RV/TLC 
79.7%, %DLCO 73%であった. 膠原病など間質性肺炎の原因となりえる疾患を認めなかっ
た. X-5年に両側肺の手術検体を用いてMultidisciplinary discussionを行い, 特発性胸膜
肺実質線維弾性症（Pleuroparenchymal Fibroelastosis : PPFE）と診断した. 診断後もX-5
年に右気胸, X-2年2月に血痰, 7月に左気胸を発症し, X-1年1月に肺炎を発症, 呼吸不全
の進行を認め, 在宅酸素療法を導入した. X-1年12月に肺炎, 心不全を認め, 入院治療を要
した. 同月に施行した嚥下造影検査では, 液体で喉頭侵入を認めたが, 咳嗽を認めず, 嚥下機
能低下の合併が示唆された. X年3月には急性増悪を呈し, ステロイドパルス療法等により, 
改善を認めた. 以上のように, 早期より肺炎を繰り返し, 多彩な合併症を呈した特発性PPFE
の一症例を経験したため報告する.

P2-160-7
びまん性粒状影を呈し、過敏性肺炎と鑑別を要した血管内大細胞型B細胞
性リンパ腫（IVLBCL）の一例
森∙海斗（もり∙かいと）1、唐下∙泰一（とうげ∙ひろかず）2、山本∙光紘（やまもと∙みつひろ）2、池内∙智行（いけうち∙ともゆき）2、
冨田∙桂公（とみた∙かつゆき）2、山崎∙章（やまさき∙あきら）3

1NHO 米子医療センター臨床研修センター、2NHO 米子医療センター呼吸器内科、 
3鳥取大学医学部付属病院呼吸器膠原病内科

症例は、42歳、女性。2週間以上持続する38度台の発熱と乾性咳嗽を主訴に近医受診。対
症療法で改善しなかったため精査目的に当院紹介受診となった。WBC 7300/μL、CRP 
12mg/dLと炎症反応は上昇し、胸部CTで両側びまん性粒状影を認めた。過敏性肺炎を疑
い隔離目的で入院としたが、粒状影の悪化と高熱が続いた。確定診断目的に施行した気管支
鏡検査では、肺胞洗浄液中でリンパ球が60％と増加しており、細胞診は陰性だった。咳嗽
のため生検は施行できなかった。その後メチルプレドニゾロン80mgを投与したところ速
やかに解熱し、びまん性粒状影も部分的に改善した。入院2週間後、貧血の精査目的に施行
した上部消化管内視鏡にて、十二指腸ポリープを指摘。生検検体からCD20陽性、CD79a
陽性の大型異形リンパ球系細胞の浸潤を認め、悪性リンパ腫の診断に至った。胸腔鏡下肺
生検を施行し、肺病変も同様の所見だった。血管内大細胞型B細胞性リンパ腫（IVLBCL）と
診断し化学療法予定である。IVLBCLは多彩な胸部画像所見を呈し、しばしば診断が困難な
病態である。びまん性大細胞型B細胞リンパ腫（DLBCL）の中で稀な亜型であり、自覚症状
と画像所見が過敏性肺臓炎と類似していたため報告する。

P2-160-6
過敏性肺炎との鑑別に苦慮し、胸腔鏡下肺生検で確定診断を得た悪性リン
パ腫肺浸潤の一例
引野∙愛莉香（ひきの∙えりか）、万木∙洋平（ゆるぎ∙ようへい）

NHO 米子医療センター胸部・乳腺外科

[緒言] 悪性リンパ腫の肺浸潤は多彩な画像所見を示し、診断に苦慮する症例が多い。当院
においても、外科的生検により確定診断に至った症例を経験したため、若干の文献的考察
を加えて報告する。[症例]40代女性。X年2月下旬頃から発熱があり、3月中旬から掻痒
を伴う皮疹と咳嗽が出現。近医を受診し、血液検査ではCRP13台と上昇を認めた。2日後
に過敏性肺炎の疑いで当院呼吸器内科を紹介され受診、入院加療を開始された。気管支肺
胞洗浄施行後にプレドニゾロン50mg/dayで加療開始され、咳嗽は改善したが両肺下葉の
すりガラス影が残存した。貧血の精査目的に施行された上部消化管内視鏡検査で十二指腸
に腫瘤を認め、生検の結果びまん性大細胞型B細胞リンパ腫（DLBCL）と診断された。肺の
すりガラス影についてもDLBCLの関与が疑われ、当科へ紹介され胸腔鏡下肺生検の方針と
し、4月上旬に胸腔鏡下右肺下葉部分切除術を施行。病理検査では肺胸膜下に境界やや不規
則な異型リンパ球集塊を認め、肺胞腔内を充たす形の浸潤を示し、DLBCLの肺内浸潤の診
断であった。リンパ腫病変は上部・下部消化管に及び、化学療法による腸管穿孔が危惧さ
れたことから近隣の高次医療機関へ転院して化学療法が開始された。[考察]呼吸器症状か
ら発見される悪性リンパ腫では、当初肺炎を疑われる場合が多く、肥田らは経気管支肺生
検（TBLB）で器質化肺炎や間質性肺炎の急性増悪の診断がつき初期治療を開始され、のちに
悪性リンパ腫が判明した症例について報告している。本症例においても当初は過敏性肺炎
として加療を開始している。治療抵抗性のびまん性肺疾患では、TBLBのみならず胸腔鏡下
肺生検も治療方針決定に有用であると考えられた。

P2-160-5
各種胸水症例における血清VEGF-D値
広瀬∙雅樹（ひろせ∙まさき）、滝本∙宜之（たきもと∙たかゆき）、沖塩∙協一（おきしお∙きょういち）、露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）、
新井∙徹（あらい∙とおる）

NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター

【緒言】血清VEGF（vascular endothelial growth factor: VEGF）-D値がリンパ脈管筋腫
症（LAM）に対する非侵襲的診断法として有用であることが報告されてきた。しかし、LAM
以外の肺疾患における血清VEGF-D値に関する報告は限定的である。今回、各種胸水症
例においてLAM診断基準値を超過する血清VEGF-D値が確認できたので報告する。【対
象]2023年11月から2024年2月までに本研究に同意を頂いた男性3名、女性3名の各種胸水
症例。【結果】本検討における各種胸水症例は、黄色爪症候群（3例）、悪性胸膜中皮腫（2例）、
乳糜胸（1例）、年齢中央値は69歳であった。血清中VEGF-D値は566（139-847）pg/ml

（IQR）、胸水中VEGF-D値は、1055（433-1501）pg/ml（IQR）であった。LAM診断基準
値となる血清VEGF-D値（800 pg/ml）を超過する2症例を確認した。【結論】我々はこれま
でに健常者、LAMを除く嚢胞性肺疾患患者の血清VEGF-D値として、それぞれの中央値が
392 pg/mlおよび399 pg/mlと報告してきた（PLoS One 2019）。今回の対象における中
央値（566 pg/ml）は既報の健常者値、LAMを除く嚢胞性肺疾患の値と比べ有意に高値であ
ることが確認できた（p＜0.05）。症例数が少ないため疾患特異性等の詳細な評価は困難な
ため、今後症例を蓄積し詳細な検討を進める予定である。
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P2-161-4
ニボルマブによるirAEを発症した一例
炭田∙淳（すみた∙じゅん）、井上∙裕路（いのうえ∙ひろみち）、細谷∙智（ほそや∙さとし）、平山∙貴博（ひらやま∙たかひろ）、
天野∙統之（あまの∙のりゆき）、秋元∙翔（あきもと∙しょう）、朝隈∙禎隆（あさくま∙さだたか）

NHO 相模原病院初期研修医

irAE とは、免疫チェックポイント阻害薬による免疫関連有害事象（immune-relatad 
AdverseEvents、以下「irAE」 ）である。例として、呼吸器、消化器症状、甲状腺機能異常、
副腎皮質機能異常、神経症状などが挙げられ、副作用が多岐に渡る。今回、腎癌に対しニ
ボルマブを使用し重症筋無力症を発症、心停止に至った症例を経験したので文献的考察を
加え報告する。症例は 80 代男性。左腎癌の術後、術後アジュバントとしてニボルマブ加
療を開始した。2 コース終了後、横紋筋融解、急性腎障害出現し、ニボルマブによる irAE 
と診断し第 0 病日よりステロイドパルス療法・補液加療を開始した。第 2 病日、腎機能憎
悪止まらず溢水傾向、ラシックスIV したが利尿なく腎機能回復せず CRRT 導入。第 6 病
日、眼瞼下垂・CK 上昇を認め重症筋無力症の精査を開始。第 7 病日、頻脈、呼吸不全出
現し NPPV 導入。第 12 病日、重症筋無力症の確定診断となり免疫グロブリン療法を開始
した。翌日、誤嚥・呼吸筋力低下による低酸素から心停止となり胸骨圧迫+アドレナリン 
1AIV にて心拍再開。人工呼吸器管理とした。呼吸筋の評価困難であり、鎮静解除後再挿管
のリスクが高いと判断し気管切開施行。呼吸状態改善し第 26 病日、HCU 病棟退出となっ
た。ニボルマブによる重症筋無力症の発症の頻度は低い。しかし、ニボルマブ投与におけ
る発症の場合は、心筋炎や筋炎を合併する例が多く重症化することが多い。ステロイド治
療や免疫グロブリン製剤を用いた治療は有効だが、長期間に渡ることが多く死亡例もある。
より早期の診断とチーム医療による迅速な対応が必要である。

P2-161-3
気分不良、悪心・嘔吐を主訴として、急速に症状が進行したフグ中毒の1例
石田∙茉莉夏（いしだ∙まりな）1、上田∙猛（うえだ∙たけし）2、岩崎∙泰昌（いわさき∙やすまさ）2

1NHO 呉医療センター臨床研修部、2NHO 呉医療センター救急科

【背景】日本におけるフグ中毒の死者数は1960年代には年間80-100人程度であったが，調
理師免許制度の普及に伴い，近年は死者数は0-1人/年とほとんど認めていない．飲食店が
提供するフグによる中毒は著しく減少したが，一般市民が釣ったフグを自分で調理してフ
グ中毒となることは現在でも散見される．今回，友人が釣ったフグを調理して重症フグ中
毒となった症例を経験したので報告する．【症例】81歳，女性．主訴：気分不良，悪心・嘔吐．

【現病歴】X月Y日10時頃，友人の美容室で染髪中，持ったコップを軽く感じる，雲の上を
歩いているような感覚があり，嘔気や嘔吐など気分不良を認めた．その後起立困難，構音
障害がみられ，薬物中毒を疑われ12時頃 前医に救急搬送された．搬送時意識レベルはJCS 
2程度で四肢麻痺や構音障害は目立たなかったが，16時頃 頭部MRI帰室後より意識障害の
進行あり，JCS 300となり自発呼吸の消失が見られた．気管挿管実施し人工呼吸管理を行
いながら，精査および加療目的で同日17時頃 当院に紹介搬送となった．その後，フグ中毒
を疑い食事についての詳細を家族や友人に尋ねたところ，朝食にフグを摂取したことが判
明したため，フグ中毒として治療開始した．X+1日8時頃には意識は改善し，自発呼吸が
みられたため抜管した．X+3日目に後遺症なく退院となった．【考察】フグ中毒の重症度は
1度から4度に分類されるが，本症例は前医受診中に急速に呼吸停止となり，4度のフグ中
毒であった．フグ中毒は呼吸停止に対して迅速な人工呼吸が施行されれば予後は良好であ
る．フグを摂食した情報を早く入手するとともに，呼吸停止より心停止となる前に人工呼
吸を開始することが重要である．

P2-161-2
患者要因から持続的血液透析ではなく連日の血液透析療法を行った慢性リ
チウム中毒の1例
小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）1、廣田∙祐里（ひろた∙ゆり）2、小牧∙萌絵（こまき∙もえ）1、山田∙成美（やまだ∙なるみ）1、
藤原∙紳祐（ふじわら∙しんすけ）1、阪本∙雄一郎（さかもと∙ゆういちろう）2

1NHO 嬉野医療センター救急科、2佐賀大学医学部附属病院救急医学講座

【背景】炭酸リチウム（Li）は双極性障害の治療に用いられるが, 血中濃度の治療域が狭く, 
中毒域や致死域と近接しているため, 中毒症状が問題となる. Liは分子量, 分布容積が小
さく, 蛋白結合率が0％であり, 血液透析（HD）で除去できる. Li中毒患者の治療において, 
HD終了後に再度Li血中濃度が上昇するリバウンド現象が報告されており, 持続的血液透析

（CHDF）が有用であるとされている. 今回, 患者要因からCHDFではなく, 連日のHDを選
択した慢性Li中毒の1例を経験したため報告する. 【症例】68歳女性. 双極性障害のため近医
精神科入院中であった. X-3日より意識障害, 両上肢振戦を認め, X日に意識障害遷延あり, 
当院紹介救急搬送となった. 来院時GCS 9点（E4V1M4）であり, S-Cr：1.2 m/dL, S-Mg：
3.78mg/dLと腎機能障害と高Mg血症を認めた. 炭酸リチウム1200mg/dayの内服歴があ
り, 血中濃度は不明であったが, Li中毒による意識障害と考え, 血液透析（HD）を開始した. 
初回のHD終了後より意識レベルは著明に改善した. 後に血中Li濃度が3.94 mEq/Lと判明
した. 初回HD終了後は, 既知の報告にあるリバウンド現象の懸念から, CHDFを考慮して
いたが, 患者の安静が保てないと判断し, 連日のHDで対応する方針とした. 中枢神経症状
の再燃なく, 計3回のHDを行い, X+5日に精神科に転院となった. 【結語】リバウンド現象
を伴うとされるLi中毒で, 患者要因などでCHDFが難しい場合, 連日のHD治療も有効な治
療法であると考える. 

P2-161-1
受傷後10日以上経過した3度熱傷2症例に対するネキソブリッドの焼痂除
去効果
古賀∙一史（こが∙かずふみ）、藤岡∙正樹（ふじおか∙まさき）、藤原∙洸平（ふじわら∙こうへい）、西園∙馨子（にしぞの∙けいこ）、
日吉∙尚（ひよし∙なお）

NHO 長崎医療センター形成外科

ネキソブリッドは受傷後早期に熱傷創に塗布することで壊死組織を選択的に除去可能とさ
れる。受傷早期（2日以内）のDDB-DBに使用することの有用性が報告されているが、受傷
後10日以上経過した熱傷創に対するdelayed debridement目的に使用された報告はみら
れない。症例1.73歳男性、こたつに入ったまま数日体動困難となり、家人が両側下腿の水
疱形成に気付き受診した。2％ TBSA、DB、入院時SARS CoV-2抗原定量検査陽性、受傷
後16日目に隔離解除となった。受傷後17日目にネキソブリッドを2回（計7時間）使用し
た。症例2.30歳女性、てんかん発作で倒れ、右臀部がヒーターに接触し受傷した。2.5％
TBSA（SDB：0.5%、DDB：1.0％、DB：1.0％）、てんかん発作後であり、浅達性熱傷と
推定される部位も多いと判断し保存加療とした。受傷後12日目に深達化しDBとなった部
分にネキソブリッドを2回（計7時間）使用した。受傷後約3週経過していた症例1ではほと
んど焼痂を除去できず無効であった。2週間以内で使用した症例2では約50％の焼痂を除
去できた。一方で、症例1では疼痛の訴えが少なかった。受傷から時間が経過し、固い焼痂
となった部位にはネキソブリッドが十分に浸透せず、壊死組織除去作用が減弱したと推定
される。一方で、2例とも疼痛の訴えが少なく、原因として、薬剤が十分に浸透していない
可能性と浅達性熱傷の部位が上皮化していたことなどが考えられ得た。受傷後早期の使用
がより効果的であることが示唆された。また、固くなった焼痂にネキソブリッドを浸透さ
せるには、浸漬時間をより長く設定するなど工夫を要すると考えられた。
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P2-161-8
中古救急車の活用～費用負担低減で「現場が使いやすい病院救急車」を製作
する～
渡部∙圭介（わたなべ∙けいすけ）1、平山∙瑛望（ひらやま∙あきみ）1、下串∙謙太（しもぐし∙けんた）2、佐藤∙慶吾（さとう∙けいご）1、
小池∙俊明（こいけ∙としあき）1、村田∙将人（むらた∙まさと）1、矢嶋∙尚生（やじま∙ひさお）1、尾花∙裕太（おばな∙ゆうた）1、
松葉∙こころ（まつば∙こころ）2、五十嵐∙凜（いからし∙りん）2、町田∙浩志（まちだ∙ひろし）1

1NHO 高崎総合医療センター統括診療部、2NHO 高崎総合医療センター事務部

今年度より新たな診療報酬として「救急患者連携搬送料」が創設された。これに合わせ各救
急医療機関でも転院搬送の取り組みを開始し、新たに救急車を導入する医療機関が増えて
いる。しかし、救急車を新車で購入するには、搭載する装備を含め3000万円近い費用がか
かるうえ、購入に充当できる助成金も少ないため、各医療機関はクラウドファンディング
などを活用し独自に資金調達、もしくは各機関が自己負担で購入しているのが現状である。
そこで、当院では消防機関で役目を終えた救急車に着目し、必要箇所に改造を施したうえ
でオリジナルの「リニューアル救急車」を製作することにした。車体自体の購入費用を抑え
ることで他の装備に費用を充てることもできるため、「職員が使いやすい」「安全走行に繋
がる」装備を優先的に整備することができた。しかし、中古救急車には費用面のメリットが
多い反面、中古車特有のデメリットが存在することも事実である。中古救急車の活用につ
いて、製作過程における注意点や装備の選定、今後の課題について報告する。

P2-161-7
小児の突然死に対する遺伝学的死因究明体制の構築
要∙匡（かなめ∙ただし）1,3,4、内田∙佳子（うちだ∙よしこ）2、柳∙久美子（やなぎ∙くみこ）1、小崎∙里華（こさき∙りか）3、
植松∙悟子（うえまつ∙さとこ）2

1国立成育医療研究センターゲノム医療研究部、2国立成育医療研究センター救急診療部、 
3国立成育医療研究センター遺伝診療科、 
4国立成育医療研究センターアレルギーセンター遺伝情報評価支援室

【背景】小児の予期せぬ突然死は、保護者の衝撃も大きい。本邦では、年間約2,700人の小
児の死亡のうち約17%が死因不詳であり、原因を究明することは、予防可能死を減らすと
いう観点からも重要である。不詳の死因には、遺伝的要因が含まれることが推定されており、
国立成育医療研究センター（以下、当院）では、2017年より遺伝学的な死因の究明を目的
として網羅的ゲノム解析を開始し、他施設連携も含め体制の構築を進めている。

【方法】当院で受け入れた院外心停止例で明らかな原因が不明な症例について、家族より書
面で同意を得たのち、専用セットを用いて検体を採取、DNA抽出後、全エクソーム解析を
実施した。データは、突然死に関連する450遺伝子のバリアントを抽出し、通常よりも厳
しい条件で絞り込みを行い、必要に応じて確認実験等も実施した。結果は、当院突然死症
例エキスパートパネル（救急医、臨床遺伝専門医、解析担当者）で検討した後、遺族へ原則
対面での説明を行った。2022年より、他施設での不詳死症例についても受け入れを開始し
た。結果は、当院、担当医療施設、剖検施設担当医で検討した。

【結果】現在までに、37症例を受け入れ、解析結果が得られた22症例中5例で死因に関与
すると思われる病的バリアントを見出した。3症例では、同じ病的バリアントを家族の中に
も認めた。遺族へは包括的に死因に関して説明を行う機会となった。

【考察】当院における体制は、遺族のケアに役立つとともに、将来的な予防へと繋げること
も可能な場合があり、今後も連携体制を含め、さらに進めていくことが重要と思われた。

P2-161-6
HCU看護師の家族看護に関するジレンマの実態調査
野村∙佳子（のむら∙けいこ）、伊野∙嵩矢（いの∙たかや）、前田∙祥圭（まえだ∙しょうけい）、深港∙早百合（ふかみなと∙さゆり）、
湯室∙順子（ゆむろ∙よりこ）、池上∙良子（いけがみ∙りょうこ）、大西∙理恵（おおにし∙りえ）

NHO 東近江総合医療センター看護部HCU病棟

【目的】HCU看護師の家族看護に関するジレンマの実態調査から、ジレンマを明らかにする。
【方法】HCU看護師14名を対象に、事前にアンケートを実施した。そのアンケート内容を
元にさらに面接インタビューを行った。インタビュー終了後に逐語録を作成し、データを
整理した。【倫理的配慮】対象看護師に、書面・口頭で研究の趣旨を説明し同意を得る。プ
ライバシーや個人情報を厳守し、公表時には個人が特定されないこととする。東近江総合
医療センター倫理委員会にて審査の承認を得た。【結果】HCU看護師の家族看護に関するジ
レンマの実態調査からカテゴリー 6項目【家族の関わりが短いことで情報が得られにくいと
感じるジレンマ】【病院の規定により家族の希望や状況に応じた対応が出来ていないと感じ
るジレンマ】【HCUの療養環境が家族とのコミュニケーションを妨げていると感じるジレン
マ】【意思決定支援に関するジレンマ】【外国人患者・家族との言葉の壁に関するジレンマ】【IC
の意図が家族に伝わらないと感じるジレンマ】に分類された。【考察】ジレンマの実態調査か
ら、HCU看護師は家族看護の必要性を理解しているが、様々な要因によりジレンマを感じ
ていることがあきらかになった。ジレンマの内容が明らかになったことで、今後ジレンマ
に対する具体的な対応策を検討することができると考えられる。【結論】HCU看護師の家族
看護に関するジレンマの内容が明らかにすることができた。それは、対患者家族とのコミュ
ニケーションに関わるものと、療養環境に起因するジレンマであった。

P2-161-5
当院リハビリテーションスタッフに対する胸骨圧迫の質の調査
小榑∙健太（こぐれ∙けんた）、庄子∙拓良（しょうじ∙たくろう）、戸田∙渚（とだ∙なぎさ）

国立国際医療研究センター国府台病院救急・外来診療部門理学療法室

背景：心停止した者への胸骨圧迫は救命率，転帰に大きく関わるとされている．実際に院
内で急変が起きた場合，リハビリテーション（以下：リハ）スタッフが協力可能な役割は胸
骨圧迫が中心である．当院リハ科では，定期的にリハ室での急変を想定したBLSトレーニ
ングを実施しているが，胸骨圧迫の質に関して客観的評価を実施したことはない．そのため，
今回は現状のリハスタッフの胸骨圧迫の質を調査した．方法：リハ科スタッフ11名（PT6名・
OT4名・ST1名:平均年齢37.6±7.0歳,男性73%）を対象とした．胸骨圧迫は蘇生人形を
使用し，1人30回を2セット実施した．評価項目は蘇生人形によって測定されたな胸骨圧
迫の強さ（cm）速さ（回/分），圧迫解除（cm），正確な位置への胸骨圧迫実施率（%）の4項
目で評価した．JRCガイドラインに従い強さ5-6cm，速さ100-120回/分，胸中央の胸骨
下部への胸骨圧迫を適切な胸骨圧迫とした．圧迫解除はガイドライン上に明確な基準がな
いため0.1cm以内を適切な圧迫解除と定義し，各項目の達成率を調査した．結果：リハ科
の胸骨圧迫の平均±SDは強さ5.78±0.78cm，速さ112.7±7.23回/分，圧迫解除0.03
±0.04cm，胸中央への胸骨圧迫実施率36.3%であった，適切な胸骨圧迫の達成率は，強
さ45%，速さ73%，圧迫解除100%，正確な位置への胸骨圧迫実施率は10%以下が6名，
40-70%が2名，90%以上が3名であった．結論：リハ科スタッフの胸骨圧迫は速さと圧
迫解除に比べ，強さ，圧迫位置の適切な実施は達成率が低いため，今後は強さ，圧迫位置
を意識したトレーニングが必要であると考える．
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P2-162-4
びまん性大細胞型B細胞リンパ腫とホジキンリンパ腫の同時合併例に対し
エプコリタマブを使用した一例
加藤∙宏亮（かとう∙こうすけ）1、粟屋∙忠祐（あわや∙ただすけ）2、今川∙潤（いまがわ∙じゅん）2

1NHO 東広島医療センター初期臨床研修医、2NHO 東広島医療センター血液内科

【はじめに】エプコリタマブはT細胞表面のCD3とB細胞や腫瘍表面のCD20の両者に結合
し，CD20陽性B細胞に対してT細胞を介した細胞障害作用を誘導する二重特異性抗体であ
る．適応は再発又は難治性のびまん性大細胞型B細胞リンパ腫（DLBCL）を含む大細胞型B
細胞リンパ腫と濾胞性リンパ腫である．一方，CD20陽性であれば他の悪性リンパ腫への
効果も期待できる可能性がある．【症例】69歳男性．2023年1月，多発リンパ節腫大を認
め，リンパ節生検を行った結果DLBCLと診断された．R-CHOP療法6コース施行後，残存
病変を認めたため2コース追加で施行し，同年8月に病変の消失を確認した．一方で新規
病変を多数認め，リンパ節生検を行ったところ，ホジキンリンパ腫（HL）と診断された．同
年11月よりDeVIC療法2コース施行したが無効であり，2024年1月よりニボルマブ投与
を開始した．5コース施行し病変は縮小していたが，同年3月にDLBCLの再発を認めたた
めニボルマブ投与を中断し，エプコリタマブ投与を開始する方針とした．病理診断でHLが
CD20陽性であることが示されており，ニボルマブ中断後，エプコリタマブによる効果も
期待できると考えた．その後，重大な有害事象を認めず経過し現在に至るまで治療継続し
ている．【考察】DLBCLとHLの同時合併例に対しエプコリタマブを使用した一例である．両
者の同時合併例は稀である．再発DLBCLに対するエプコリタマブの治療効果に加え，ニボ
ルマブ中断とエプコリタマブの投与開始がHLの経過に与える影響は興味深い．両者の治療
経過について文献的考察を加えて報告する．

P2-162-3
静脈瘤症候群に続発した原発性皮膚びまん性大細胞型B細胞リンパ腫・下
肢型の1例
馬場∙まゆみ（ばば∙まゆみ）1、栗林∙完（くりばやし∙たもつ）2、森田∙喜紀（もりた∙よしのり）3

1国立療養所奄美和光園皮膚科、2鹿児島赤十字病院総合診療科、3鹿児島県立大島病院総合診療科

【症例】70代女性
【既往歴】高血圧症、僧帽弁閉鎖不全症、糖尿病、慢性腎不全
【経過】初診の3年程前より、右下腿の蜂窩織炎として近医より繰り返し抗生剤が投与され
ていた。そう痒感と疼痛を主訴に当院を受診した。両下腿に静脈瘤や浮腫が存在し、右下
腿後面の遠位3分の1は硬化性紅斑が著明で熱感を伴っていた。静脈瘤症候群（うっ滞性皮
膚炎、硬化性脂肪織炎）と診断し、駆お血剤内服、ステロイド剤や血行促進剤の外用を開始
した。また弾性ストッキングによる圧迫療法を併用した。
初診から5か月後には両側ともに症状の改善を確認したが、その後、右下腿の発赤、熱感、
硬結範囲が大腿に拡大した。初診から10か月後、右下腿に硬い紅色結節が急速に多発し、
部分的に潰瘍化がみられたため皮膚生検を行い、原発性皮膚びまん性大細胞型B細胞リン
パ腫・下肢型の診断に至った。全身検索にて脳、両肺野、腹腔内への転移が疑われたため、
全身療法のため中核病院へ転院となった。
R-CHOP療法開始後、腫瘍崩壊症候群、たこつぼ型心筋症、敗血症性ショックを続発し、
心肺停止となった。蘇生処置により自己心拍再開に至ったものの意識状態は改善せず、2か
月後に永眠した。経時的に可溶性IL-2受容体は低下し、潰瘍化した下肢病変の上皮化が得
られたことから、病勢のコントロールは付いていたと想定された。

【結語】静脈瘤症候群は頻度の高い疾患である。病識の乏しさや悪化原因が生活習慣に伴う
ことから十分にコントロールできていない症例も多い。静脈瘤症候群、慢性リンパ浮腫か
ら二次的に生じる皮膚疾患、原発性皮膚びまん性大細胞型B細胞リンパ腫・下肢型、腫瘍崩
壊症候群などについて、文献的考察を加え報告する。

P2-162-2
傾眠傾向・食思不振を主訴に救急搬送され、入院後約1か月で死亡した血
管内大細胞型B細胞性リンパ腫の一例
齋藤∙千紘（さいとう∙ちひろ）1、鈴木∙智博（すずき∙ともひろ）1、谷村∙麻由佳（たにむら∙まゆか）1、長谷∙陸雄（はせ∙りくお）1、
本多∙将吾（ほんだ∙しょうご）2、片山∙卓爾（かたやま∙たくじ）3、上出∙庸介（かみで∙ようすけ）4、津野∙宏隆（つの∙ひろたか）1、
堀田∙綾子（ほった∙あやこ）2、齋藤∙生朗（さいとう∙いくお）2、松井∙利浩（まつい∙としひろ）5

1NHO 相模原病院リウマチ科、2NHO 相模原病院病理診断科、3NHO 相模原病院血液内科、 
4NHO 相模原病院アレルギー科呼吸器内科、 
5NHO 相模原病院臨床研究センターリウマチ性疾患研究部

【症例】ADLの自立している80歳女性。X年3月中旬に親族と海外旅行をした。帰国後から
食思不振が出現し、傾眠傾向となったため3月31日に救急搬送された。軽度の酸素化不良、
炎症反応上昇と胸部CT検査において両肺に浸潤影や粒状影を認めたことから肺炎に伴う
意識障害を疑い、抗菌薬治療を開始したが、意識レベルや各種検査所見は改善しなかった。
遷延する意識障害の精査として頭部造影MRI検査や脳波検査を施行するも明らかな異常所
見を認めなかったが、髄液中蛋白 195.8 mg/dLおよび可溶性IL-2受容体 141 U/mLと高
値であった。血清可溶性IL-2受容体も3140 U/mLと高値であったことからリンパ腫を疑っ
たが、頸部から骨盤部造影CT検査上、腫大リンパ節を認めなかった。血管内リンパ腫を疑い、
ランダム皮膚生検、骨髄生検、気管支鏡検査を行った。ランダム皮膚生検では、5か所の生
検部位全てから血管内大細胞型B細胞性リンバ腫（IVLBCL）の所見を認め、骨髄生検では血
球貪食症候群の所見を認めた。右B3bにおける気管支肺胞洗浄液の細胞診の結果はclassV
であった。以上よりIVLBCLと診断されたが、全身状態悪化により化学療法施行は困難であ
り、Best supportive careの方針となった。意識レベルの低下は緩徐に進行し、第27病
日に死亡した。【考察】傾眠傾向・食思不振を契機に診断されたIVLBCLの症例を経験した。
IVLBCLは高齢者に多く生じ、国際予後指標上、高リスクに分類されることが多いため速や
かな診断や治療介入が必要である。そのためには皮膚や骨髄など、生検可能部位からの生
検を早期に行うことが重要となる。本症例のように非特異的な症状を契機に診断されるこ
とも多く、文献的考察を含めて報告する。

P2-162-1
上腸管膜静脈血栓症を契機に診断した血管内大細胞型B細胞リンパ腫の一例
山口∙颯仁（やまぐち∙はやと）、平井∙哲（ひらい∙さとし）

NHO 佐賀病院内科

【背景】びまん性大細胞型B細胞リンパ腫は節外性病変の形成が珍しくない. Lopez-
Guillermo A., et al.（2005）は節外性が31 %と言う. しかし, 血管内大細胞型B細胞リン
パ腫（IVLBCL）のような稀な亜型は診断困難で予後不良である. 今回, 上腸間膜静脈血栓症

（SMVT）の術後, LDH上昇を契機に診断したIVLBCLを経験したため報告する. 【症例】75
歳, 男性【主訴】右上腹部痛【現病歴】臍周囲の疼痛を自覚し当院受診した. 腹部単純CTで少
量の腹水と小腸壁の浮腫状の肥厚, 腸間膜脂肪織濃度の軽度上昇, 上腸間膜静脈から流入す
る門脈の拡張を認めた. SMVTの疑いで手術の方針となり切除した腸間膜の静脈内に血栓を
認めSMVTの確定診断に至った. 当院外科にて術後外来フォロー中, 倦怠感と食思不振を認
め血液検査にてLDH 1650 U/Lと著明な上昇を認め当科紹介入院となった. その後血液検
査で可溶性IL-2R 2019 U/mLと高値を認め悪性リンパ腫を疑った. SMVTにて切除した検
体を再検したところ免疫染色で異型リンパ球を多数認め, ランダム皮膚生検で血管内及び一
部の血管周囲に大型の異型リンパ球の浸潤を認めたことからIVLBCLの診断となり, 治療目
的に高次医療機関へ転院となった. 【考察】本症例ではIVLBCLがSMVTを引き起こしたかは
定かでないが, Tanaka R., et al.（2019）によると悪性腫瘍は血栓症の危険因子とあり, そ
の可能性は十分に考えられる. Sekiguchi N., et al.（2014）は不定な発熱でIVLBCLを除外
できない場合には, ランダム皮膚生検を含めた組織評価を注意深く検討することが重要と指
摘している. 本症例のように血栓症に加えてLDHの上昇を認めた際には病理学的な評価を
行いIVLBCLを鑑別に挙げることが必要と考える.
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P2-162-8
当院にて経験した長期臥床高度意識障害症例に発症した血液凝固第13因
子（F13）欠損症の2例
桑田∙敦（くわた∙あつし）、桐場∙千代（きりば∙ちよ）、大槻∙希美（おおつき∙のぞみ）、鈴木∙友輔（すずき∙ゆうすけ）、
伊藤∙和広（いとう∙かずひろ）、津谷∙寛（つたに∙ひろし）、見附∙保彦（みつけ∙やすひこ）

NHO あわら病院内科

【背景】F13欠損症は血小板数，PT，APTTが正常を示す凝固因子欠損症である。本疾患は
ときに致死的出血を来すことがあるが，F13補充が止血や出血予防に著効する。今回当院
高度遷延性意識障害症例に発症した F13欠損症の2症例を経験したので報告する。【症例】
症例1は 20歳代男性。高度遷延性意識障害で高次機関病院より当院転院。転院後3年目に
血性心膜液貯溜の既往あり。転院6年後に特に誘因なく右股関節周囲から右大腿背面に広
範な皮下出血が出現、同部CTにて右大腿骨内背側部の筋肉内に血腫形成を認めた。外傷機
転不明の軟部組織内血腫であり血液内科コンサルト。凝固線溶系検査にて，血小板数，PT，
APTTには異常を認めないも、F13活性が39%と低下しておりF13欠損症の診断に至っ
た。F13製剤の投与にて再発なく皮下血腫は消退した。症例2は40歳代女性。高度遷延性
意識障害で高次機関病院より当院転院。転院後10年後に特に誘因なく頭部皮下に紫斑が出
現。同部CTにて同部位皮下に血腫形成を認めた。外傷機転不明の軟部組織内血腫であり
血液内科コンサルト。凝固線溶系検査にて，血小板数，PT，APTTには異常を認めないも、
F13活性が57%と低下しておりF13欠損症の診断に至った。過去抗生剤等によるStevens-
Johnson syndrome発症が複数回有ることでご家族のF13製剤の投与に同意が得られず経
過観察となるも、経過で皮下血腫は自然消退した。【結語】F13欠損症は稀な疾患であるが
F13補充が止血や出血予防に有効であり、血小板数や出血時間，PTやAPTTといった一般
的な凝固能検査で異常を認めない出血傾向の患者の場合には本疾患を想起しF13活性を測
定することが重要であると考える。

P2-162-7
初診時に末梢血好中球FISHで急性転化したminor BCR-ABL陽性慢性骨髄
性白血病と診断された一例
福嶋∙直大（ふくしま∙なおと）1、角野∙萌（かどの∙もえ）2、宗正∙昌三（むねまさ∙しょうそう）2、黒田∙芳明（くろだ∙よしあき）2、
下村∙壮司（しもむら∙たけし）2

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター血液内科

【緒言】BCR-ABLキメラ遺伝子のうち、minor BCR-ABLは急性リンパ性白血病で認められ
ることが多いが、慢性骨髄性白血病（CML）でも1%程度で検出される。またmajor/micro 
BCR-ABL含め、急性骨髄性白血病や混合型白血病でも検出されることがあり、CML急性転
化との鑑別が重要である。【症例】70歳代男性。慢性閉塞性肺疾患（COPD）の急性増悪で緊
急入院。それまで正常であった白血球数が65,400/μL（芽球7.5%）と著増し、当院へ転院
した。肝脾腫は触知せず。骨髄検査でMPO弱陽性芽球を62.8%認め、後日白血病キメラ
スクリーニングでminor BCR-ABLの存在が判明した。COPDの急性増悪に対し、抗生剤や
ステロイド投与を行うとともに、ハイドロキシカルバミドの内服による殺細胞治療を開始
した。2週間後白血球数は13,800/μLまで低下し、そのうち約50%が成熟好中球であった。
この時点で行った末梢血好中球FISHでminor BCRに認められる小融合シグナルが分葉核及
び円形核のほとんどの細胞で認められた。腫瘍細胞は分化能を持った多能性造血幹細胞で
あると考えられ、CML急性転化と診断した。チロシンキナーゼインヒビター単剤による治
療を行い慢性期へ復帰した。【考察】白血病キメラスクリーニングでBCR-ABLが検出された
場合には、好中球FISH検査を追加し、特に分葉核での融合遺伝子陽性率を評価して、CML
急性転化でないか判断する必要がある。

P2-162-6
保存的加療により改善したアルコール性肝障害に伴うSpur cell anemia
の1例
辻西∙和幸（つじにし∙かずゆき）、長手∙泰宏（ながて∙やすひろ）、中川∙悠太（なかがわ∙ゆうた）、數藤∙孝雄（すどう∙たかお）、
谷村∙朗（たにむら∙あきら）、柴山∙浩彦（しばやま∙ひろひこ）

NHO 大阪医療センター血液内科

【症例】49歳、女性【主訴】倦怠感【既往歴】アルコール多飲による慢性肝障害【現病歴】X年
2月より倦怠感を自覚、3月17日近医で黄疸および貧血を指摘され、貧血精査加療目的に
3月19日当院入院となった。【経過】血液検査でHb 5.4 g/d L、網状赤血球14.5%、LDH 
519U/L、 T-Bil 16.5mg/dL、ID-Bil 10.6mg/dL、ハプトグロビン 10mg/dL以下の結果か
ら溶血性貧血が疑われたが、直接クームス試験は試験管法、ゲルカラム法ともに陰性だった。
貧血症状が強くRBC2単位を緊急輸血したが溶血発作は誘発されず、追加測定したPBS洗
浄後直接クームス試験IgGも陰性、FCM法による赤血球結合IgG定量は陽性となったが輸
血後の影響と考え、自己免疫性溶血性貧血の可能性は低いと判断した。赤血球形態は多数の
有棘形成を認め、HBs Ag・HBc Abいずれも陰性、ヒアルロン酸 3150ng/mL、M2BPGi 
COI 16.92 、Fib-4 index 3.53と肝線維化マーカー高値、上部消化管内視鏡で食道静脈瘤
を認めたため、アルコール性肝硬変に矛盾しない所見が得られ、肝疾患に伴う溶血性貧血

（Spur cell anemia）と診断した。入院後の断酒と食事療法によって緩徐に黄疸、貧血など
の所見は改善が得られ、4月6日に退院、現在外来で慎重に経過観察を続けている。【考察】
Spur cell anemiaは予後不良疾患で適切な時期に肝移植を検討する必要があると報告され
ているが、本症例は断酒により溶血所見の改善が得られた1例である。

P2-162-5
COVID-19ワクチン接種後に発症した無顆粒球症の2例
硴塚∙有希（かきづか∙ゆき）1、木田∙迪子（きだ∙みちこ）2、木戸∙みき（きど∙みき）2、伊藤∙琢生（いとう∙たくお）2

1NHO 呉医療センター臨床研修部、2NHO 呉医療センター血液内科

【背景】血液疾患の既往のない患者へのCOVID-19ワクチン接種後に、自己免疫性溶血性
貧血や免疫性血小板減少症、再生不良性貧血などの血液疾患が発症した症例が、国内外で
複数報告されている。今回、COVID-19ワクチン接種後に発症した無顆粒球症を2例経験
したので報告する。【症例1】80歳女性。COVID-19ワクチン接種後の持続する発熱を主訴
に前医を受診し、血液検査で無顆粒球症を認めたため、精査加療目的に当院紹介となった。
骨髄検査は低形成で顆粒球系の細胞を認めなかった。G-CSF投与を開始したが反応に乏し
く、自己免疫性好中球減少症に準じてPSL投与を開始したところ、好中球増加が得られ、
PSL漸減の上退院となった。【症例2】83歳男性。COVID-19ワクチン接種後14日後に発熱
があり、前医受診したところ血液検査で無顆粒球症を認め、前医入院となった。薬剤性を
考慮され、被疑薬を中止の上G-CSFを投与されたが改善なく、精査加療目的に当院転院と
なった。骨髄検査は症例1と同様の所見であった。G-CSF投与を継続するも反応がなかっ
たため、PSL投与を開始したところ、好中球増加が得られた。【考察】ワクチン接種による免
疫学的機序で顆粒球産生障害が起こった可能性があり、このようなCOVID-19ワクチン接
種後に発症した無顆粒球症については、早期のステロイド投与が検討される。
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P2-163-4
筋萎縮性側索硬化症患者における気管切開後の自宅復帰困難な症例の検討
と意思決定支援の関わり
豊嶋∙昌弥（とよしま∙まさや）、高野∙里菜（たかの∙りな）、今野∙昌俊（こんの∙まさとし）、竪山∙真規（たてやま∙まき）

NHO 岩手病院脳神経内科

【背景と目的】筋萎縮性側索硬化症（ Amyotrophic lateral sclerosis : ALS ）は運動ニュー
ロンが進行性に変性脱落していく疾患であり、数年の経過で呼吸不全となり死に至る。気
管切開・人工呼吸器装着を行うことで長期延命がはかれる反面、長期的な介護・療養が必
要となるため進行期を見据えた環境調整が重要となる。そのなかで人工呼吸器装着後に自
宅復帰困難な患者を経験する。自宅復帰困難な患者の特徴を捉え対策を検討することを今
回の目的とした。【方法】2019年から2023年の5年間で、当院で診断した患者、他院で診
断し当院外来へ紹介となった患者、療養環境調整目的に当院病棟へ転院となった患者、合
計41人のALS患者について、気管切開・人工呼吸器装着の有無と人工呼吸器装着後の自宅
復帰の有無を後方視的に調査した。【結果】41人のALS患者のうち、気管切開・人工呼吸器
装着を行った患者は10人であった。その中で、短期退院や外出を含めて自宅復帰を行えな
かった患者は5人であり、人工呼吸器装着の意思決定から実施までの日数が自宅復帰を行え
た患者と比較すると短く、直前での意思決定の傾向があり、多職種による説明記録が不十
分な傾向があった。また、調査期間の中で2019年・2020年頃の症例が多かったこと、パー
トナーが不在であることが特徴としてあげられた。【考察】自宅復帰困難となる要因として
介護する家族の状態に加えて、意思決定支援の開始の遅さが影響する可能性がある。人工
呼吸器装着後に希望に則った療養生活を提供するためにも、家庭環境に応じた実生活がイ
メージできることが意思決定支援には必要であり、そのために多職種での早期からの介入
が必須である。

P2-163-3
演題取り下げ

P2-163-2
神経筋難病患者のACP推進への取り組み～思いをつなぐシートの運用に向
けて～
栗栖∙梨紗（くりす∙りさ）

NHO 宇多野病院脳神経内科

【はじめに】神経筋難病患者は疾患の進行により、意思疎通や認知機能に障害が生じるため、
アドバンスケアプランニング（以下ACP）が重要である。A病院は、副看護師長会で、令和
2年度にACPを行うための情報収集用紙（以下　思いをつなぐシート）を作成した。しかし、
情報収集内容は、退院支援に必要となる生活情報の項目が占めており、意思決定支援に活
用するには課題があった。今回、ACP推進のため思いをつなぐシートの改訂と知識向上を
図るために学習会を行ったので報告する。【方法】1．実施期間：令和5年5月～令和6年3
月　2．方法：1）副看護師長会でA病院の看護、患者像の概念化を行い、思いをつなぐシー
トの改訂と運用マニュアルを作成する。2）運用マニュアルに基づき、各部署でACPチーム
を結成して活用の推進を図る。3）ACPチームを中心に学習会を実施し、スタッフへ伝達講
習を行い周知した。【結果】当院の患者像や看護の概念化を通して、長期療養を余儀なくさ
れる神経筋難病患者を支援する看護の在り方と意思決定支援について明文化できた。学習
会の参加は看護師53名で学習会後「患者の人生観や死生観について考えることが大事」「あ
の患者さんに使用したい」という発言が聞かれるようになった。改訂した思いをつなぐシー
トを10月から使用開始し、14例の患者に使用できた。【まとめ】思いをつなぐシートの改
訂と学習会を通して、看護師の神経筋難病患者へのACPの重要性とACP介入のタイミン
グについて認識する機会につながった。今後は、思いをつなぐシートの活用件数を増やし、
ACP必要時には副看護師長とACPチームが主となり、OJTを通してスタッフのスキルアッ
プを図ることが課題である。

P2-163-1
想定事例を用いた事例検討の報告～神経筋難病病棟看護師のアドバンス・
ケア・プランニング（ACP）実践に向けた第2段階の支援～
内山∙幸江（うちやま∙さちえ）、高崎∙直子（たかさき∙なおこ）、田中∙亜由美（たなか∙あゆみ）、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）

NHO 大牟田病院看護部

【目的】当院A病棟のACP実践力向上を目的に、2022年認識調査後、2023年に第1段階
として、医師と専門看護師（以下CNS）を講師とした講義視聴を実施した。今回は、第2段
階として、想定事例による事例検討を行った。【方法】対象者：神経筋難病病棟看護師8名。
1）講義から1年後、ALS患者の想定事例をもとに、CNSと研究者が作成したACPシート
を用いて、CNSとともに事例検討会にて、情報整理と状況に応じた支援を検討した。2）実
践に関するアンケートを実施した。当院倫理委員会で承認を得た。【結果】アンケートでは、
ACPに対する自信は、「ある・まあまあある」が講義前25％、講義後38％、事例検討後0％
であった。事例検討後の自信低下の理由として「実践したことがない」「経過の長い患者の
情報をまとめる難しさ」「どこまで踏み込んで話していいか難しい」があった。事例検討後
のACPに対する意識の変化は「ある・まあまあある」で75％であり、具体的に「患者の思い
を治療に取り入れることが大切だ」「ACPを活用したい」「シートを活用したい」との反応が
あり、実際の患者に活用した者は2名いた。【考察】ACP実践への自信は、アンケートで0％
であった。今回、対象者は想定事例の検討でACP実践を理解できたからこそ、実際に関わ
る長期療養患者での情報整理や対話の困難さが抽出されたことが自信低下の理由と考えた。
意識の変化では、ACPの重要性の理解、ACP活用への意欲がみられ、一部で実践活用につ
ながった。今後ACP実践力向上において、実事例での検討とACP実践時に、情報整理や対
話に対する支援が課題である。
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P2-163-8
一般病棟と筋ジス病棟、重症心身障害児病棟のアドバンスケアプランニン
グ実践状況と関連要因の分析
後迫∙真弓（うしろざこ∙まゆみ）、安田∙雅信（やすだ∙まさのぶ）、中村∙貴子（なかむら∙たかこ）、坂元∙友香（さかもと∙ゆか）、
宮原∙千恵（みやはら∙ちえ）、永徳∙沙織（えいとく∙さおり）、今井∙理恵（いまい∙りえ）

NHO 南九州病院副看護師長研究会

【目的】一般病棟と筋ジス病棟、重症心身障害児病棟のACP実践状況と、関連要因を比較・
分析することで当院のACPにおける課題を明らかにし、ACP支援における看護の質的向上
に資することを目的とする。【方法】A病院看護師291名を対象にACP支援の21項目に対
し、医療者、患者家族、システムにカテゴリー化し、「重要度」「実施度」をリッカート尺度
で回答した。各属性の統計的検定を実施し、重要度と実施度の相関関係を分析した。A病院
倫理審査委員会において承認を得た。【結果】全体では、重要度において21項目中18項目
で非常に重要と回答していた。実施度では21項目中16項目で実施できていないと回答し
ていた。医療については、治療ケアの意向確認で一般病棟と筋ジス病棟の実施度に有意差
を認めた。患者家族については、今後の治療や療養生活で一般病棟と重心病棟の実施度に
有意差を認めた。社会資源の調整で一般とその他（OP室等）の重要度に有意差を認めた。代
理の意思決定者では、一般病棟と筋ジス病棟の重要度に有意差を認めた。医療とシステム
では、所属と重要度に有意差は認めなかった。所属ごとに各設問の重要度と実施度の相関
係数を求め、意思決定支援の時間では、その他（OP室等）で正の相関を示した。【考察】看
護師がACP支援について重要視しているが、ACP支援が実施されていないと認識している
割合が高かった。筋ジス・重心病棟より、一般病棟の方がIC同席や入退院支援の実践機会
が多く、実施度が高かった。患者の価値観や療養環境の重要性を理解できていた。【結論】A
病院全体ではACP支援の重要性は認識できている。今後の課題として、各病棟でACPへ取
り組める体制を整備していく。

P2-163-7
筋ジストロフィーかつ重症心不全によりACPを経て自宅退院となった患者
からの宿題
有働∙咲織（うどう∙さおり）

NHO 大牟田病院地域医療連携室

【はじめに】デュシェンヌ型筋ジストロフィーは人工呼吸療法などの進歩により生命予後が
改善しているが、心不全の有病率、死因に占める割合が増加している。重度心不全となっ
た患者の退院支援について報告する。【症例】デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者、20代
前半男性。知的障害なし。仕事をもつ母のひとり親家庭であり、在宅医療と福祉サービス
を利用し暮らしていたが気管切開となり、一般入院を経て療養介護病棟へ入所となった。
重度心不全の合併あり10代から治療を受けていたが、医師の言葉では「心不全の回復が望
めない状況」となり、本人の希望であった自宅退院を目指すこととなった。【実施・結果】以
前からの在宅スタッフから受け入れの了承が得られ、病棟でのケアを申し送り支援体制が
整えられた。母は、末期であることを受け入れつつも自宅へ帰すことに大きな不安を持っ
ていた。心不全は増悪と寛解と繰り返しながら終末期へ向かうとされるが当該患者も同様
であった。数度の寛解の経験が入院中であったため、母は患者が病院で過ごすことが延命
につながる期待を持っていた。母の不安を聞き医師へ説明を仰ぎ、その経過を訪問診療医
へ報告することを繰り返し、患者は自宅退院を叶えた。しかし再び心不全は増悪、母と訪
問診療医は看取りを決断できず再入院となった。そして寛解には至らずとも安定するタイ
ミングを図り再度自宅退院を目指そうとした矢先に急変し、亡くなった。【考察】自宅退院
の期間は2日間であった。患者は病院に戻ることは望まなかったが母の希望に沿った再入院
だった。母は最期が病院となったことに悔いが残るようだったが「あのとき帰ってよかった」
と達成感も話していた。

P2-163-6
筋ジストロフィー患者の最期を尊重した関わり　～心肺停止蘇生後からの
退院支援～
森本∙紗知子（もりもと∙さちこ）、中川∙智佐子（なかがわ∙ちさこ）

NHO 宇多野病院看護部

【はじめに】延命処置を希望していない患者が窒息により人工呼吸器管理となったが、自宅
で過ごしたいという患者と家族の思いを支え、退院に至った事例を報告する。【患者の経
緯】28歳、デュシャンヌ型筋ジストロフィー患者。NIPPVを使用して在宅で過ごしていた
が、窒息で心肺停止となった。救急処置により蘇生したが意思疎通のできない状態となった。
その後も致死性不整脈や肺炎を繰り返し、家族はこれ以上の延命措置を希望しないと望み、
A病院へ療養目的で転院となった。【看護の実際】転院後、家族から、「延命処置を行った後
悔がある。自宅で少しでも長く一緒に過ごせるのならば、延命処置もやむを得ない」という
思いを聞いた。致死性不整脈、肺炎のリスク、人工呼吸管理のため在宅生活は困難と考え
られた。しかし、家族の語りから、家族との生活の様子、車椅子サッカーを通しての友人
との繋がり、何を大切にしているか、楽しみは何かなどを知り、患者自身も在宅で過ごし
たいという気持ちであると共通認識し、在宅支援を決定した。不整脈コントロール、人工
呼吸器管理、喀痰吸引や経管栄養などの日常生活援助の家族指導、24時間体制での在宅支
援サービスの導入を行い、退院できた。【考察】患者の意思確認、意思決定が困難な状態で
も今までの生活や思いを知ることで患者の意思決定を支えることにつながった。患者家族、
医療者が思いを共有したことで重篤な状態にある患者の退院支援を進めることができた。

【まとめ】重篤な状態であっても最期までその人らしい生活が送れるよう、「どのように生き
たいか」を多職種で考え、患者に寄り添うことで意思決定支援につながる。

P2-163-5
筋ジストロフィー患者の意思決定支援
品田∙葵（しなだ∙あおい）、松野∙咲蘭（まつの∙さら）、多田∙咲笑（ただ∙さきえ）、田家∙奈緒（たや∙なお）、荘司∙慧（しょうじ∙けい）、
斉藤∙美紀（さいとう∙みき）

NHO 新潟病院脳神経内科

【研究目的】デュシャンヌ型筋ジストロフィー（以下DMD）は、進行性の神経筋難病であり、
治療法は未確立である。しかし、症状コントロールと看護ケアによりDMD患者は長期生活
が可能となった。その中で、今後の生活を左右する意思決定場面に向き合わなければなら
ない。その為、筋神経難病患者が病状進行時に直面する心理を明らかにし、意思決定支援
を検討した。【研究方法】研究期間：2023年4月～ 2023年12月。対象者は、A氏30歳代
DMD男性。病状変化時にインタビューを実施,逐語録を作成し、A氏が自己決定できる提
案を検証した。【倫理的配慮】当研究は当院倫理審査委員会で承認された（承認番号347）【結
果】A氏は、今後自身に起こりうる気管切開や気管切開に伴うリスクについて理解していた。
その上で、選定方法は、利点と欠点を考えて自分はできるかできないか自分に合っている
か合っていないかを自分で判断したいと語った。その為、ケア方法の変更時は、複数の選
択肢を示し、本人が評価し選定する方法を実践した。【考察】A氏は、複数の選択肢からケ
ア内容を試した上で、自己決定によりケア方法を受け入れた。その為、病気の進行による
変化だという悲観的な訴えはなく、安楽な方法を選択できたと考える。「対等なパートナー
として、意思決定の中心には常に本人がいる。1）」と述べている。看護者が患者にとって安
楽だと考える方法を提案し強要するのではなく、患者が自身で選択できるように支援する
ことで意思決定支援が効果的に実践できたと考える。引用文献1）””意思決定に向けた支援
プロセス””.国立障害者リハビリテーションセンター．http://ww.rehab.go.jp（2024年5
月13日閲覧）
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P2-164-3
吸引式乳房組織生検用針向け装置の太さ・機能の変化によるステレオガイ
ド下吸引式乳房組織生検の適応乳房厚の選定基準の変化
石原∙琴未（いしはら∙ことみ）、佐藤∙哲也（さとう∙てつや）

NHO 高崎総合医療センター放射線科

【背景】昨年度吸引式乳房組織生検用針向け装置を更新し生検をしていく中で生検針が11G
から10Gに変更し、開口部の大きさもFullサイズ、Halfサイズの2種類に対応可能となった。
それに伴い、乳房厚が4.0cm未満の患者に対してのポジショニング時間が短縮され、乳房
の厚さによる制限も解消されつつある。しかし、生検針の構造の変化による生検適応乳房
厚の選定基準について評価がされていない。

【目的】生検針の構造が変化したことによる乳房厚の適応範囲が変化するか、生検針の2種
類の開口部サイズについて生検可能な最も薄い乳房厚を検討する。

【方法】疑似乳房ファントムを作成し、開口部サイズ2種類（Fullサイズ、Halfサイズ）をそ
れぞれ生検可能な範囲まで刺入した場合の刺入部と開口部の距離を測定し最薄乳房厚につ
いて評価する。

【結果】開口部がFullサイズの場合、生検針の先端から開口部までの距離が28.9mmであり、
当院で使用しているマンモグラフィ装置のSafety Marginが3mmであるため、それを考慮
し最薄乳房厚を32mmとした。またHalfサイズの場合は生検針の先端から開口部までの距
離が18.9mmであり、Safety Marginの3mmを考慮し22mmを最薄乳房厚となるはずが
生検針の構造上、29mmとなった。

【考察】開口部がHalfサイズの場合で22mmを最薄乳房厚としたいところを29mmとした
理由として生検針の内筒の先端に切れ込みがあり、生検時にその切れ込みが乳房内に収まっ
ていないと吸引時に隙間から空気が入り込み上手く吸引がかからないため、切れ込みの長
さ（7mm）を考慮して乳房厚を決定していく必要があると考えた。

【まとめ】生検針の開口部サイズの変化による最薄乳房厚について検討することができた。

P2-164-2
ステレオガイド下吸引式乳房組織生検におけるターゲットの深さによる
project targetモードの精度に関する検討
梅原∙舞（うめはら∙まい）、石原∙琴未（いしはら∙ことみ）、佐藤∙哲也（さとう∙てつや）

NHO 高崎総合医療センター放射線科

【背景】当院では良悪性の判別を必要とする微細石灰化に対して精密検査のためのステレオ
ガイド下吸引式乳房組織生検が施行されており，採取する石灰化をトモシンセシス画像お
よび石灰化の位置まで針を進めたステレオ画像をもとに決定している．この際にproject 
targetモードを用いてトモシンセシス画像およびステレオ画像を比較し，同様の石灰化を
選択しているか確認している.

【目的】これまでの症例の中で淡い石灰化が乳腺全体に分布している場合，トモシンセシ
ス画像とステレオ画像で異なる石灰化を選択する可能性があり，組織採取における精度の
低下が懸念される．そこで，トモシンセシス画像上で選択した石灰化とステレオ画像上の
project targetモードで表示される石灰化の位置精度を評価し，project targetモードの
有用性について検討した．

【方法】1.0cm間隔で石灰化を配置した5.0cmの乳房組織等価ファントムを作成した．各々
の距離についてトモシンセシス画像で選択した石灰化とステレオ画像上のproject target
モードで表示される石灰化の距離を計測し，平均値を算出して比較した．

【結果と考察】石灰化とFPDの距離が2.0cmを超え，距離が離れるほどトモシンセシス画像
とステレオ画像において位置誤差を示したが，有意差は認められなかった．これは石灰化
の位置をトモシンセシス画像で3次元的に決定した場合とステレオ画像で2次元的に決定す
ることによる差異で，ステレオ撮影の特性であるFPDから石灰化の距離が離れるほど像が
流れて投影される影響によるものと考えられる．

【まとめ】project targetモードの精度は石灰化の位置に影響されることがないと評価でき
たため，臨床的に有用であると考える．

P2-164-1
機器更新に伴うデジタル乳房トモシンセシスの被ばくと画質の基礎検討
岡野∙真弥（おかの∙まや）、上田∙梨菜（うえだ∙りな）、榎本∙直之（えのもと∙なおゆき）、安達∙睦（あだち∙むつみ）

NHO 姫路医療センター放射線科

【目的】マンモグラフィ装置の機器更新に伴い、デジタル乳房トモシンセシス撮影（以下ト
モシンセシス撮影とする）が可能となった。このトモシンセシス撮影はX線管球の振り角が
±7.5°であるST（Standard）モードと振り角が±20°であるHR（High Resolution）モード
が新たに搭載されており、両者の特性を明らかにするためトモシンセシス撮影時の被ばく
と画質の評価を行った。【方法】AMULET SOPHINITY（FUJIFILM社製）を用いて、振り角
が±7.5°であるSTモードと振り角が±20°であるHRモードの平均乳腺線量の測定を行う。
また、DMQC3Dファントムとそれに付随するソフトウェアを用いて、CNR等の算出を行
う。【結果】平均乳腺線量の比較ではSTモードで1.15mGy、HRモードで1.92mGyであっ
た。また、CNRはSTモードとHRモードで同等の結果となった。【結語】機器更新に伴いト
モシンセシス撮影時の被ばくと画質の評価を行った。今回の結果から二つのモードの特性
を理解し、目的に応じて撮影モードを使い分ける有用性が示唆された。今後臨床での運用
方法の検討を進めてきたい。

P2-163-9
デスケースカンファレンス
菊池∙彩夏（きくち∙さやか）1、大田∙絢佳（おおた∙あやか）2、豊嶋∙昌弥（とよしま∙まさや）3、海馬∙大樹（かいま∙ひろき）1、
菅原∙美花（すがわら∙みか）1、竪山∙真規（たてやま∙まき）3

1NHO 岩手病院看護部、2NHO 盛岡医療センター看護部、3NHO 岩手病院神経内科

【背景】神経難病看護では多忙な中で難治性疾患の患者と向き合う必要があり、不全感から
バーンアウトの可能性を指摘した先行研究もある。対策として死亡症例の経験の共有やス
タッフのグリーフケアを目標として月1回のデスケースカンファレンス（以下DCC）を実施
しその有効性を評価する。【方法】1.DCCの実施に関してアンケートを実施する。2.挙がっ
たキーワードをもとに「興味・関心」「継続の必要性」「DCC開催後の変化」「意思決定支援」

「ジレンマ」について4段階評価と自由記載のアンケートを再度実施する。【結果】アンケー
トは43名の看護師に配布し回収率は62％であった。1.では全員がDCCは必要であると回
答しており、理由は「看護実践や患者家族との関わりの振り返りになる」「学習機会と倫理
観醸成の場となる」であった。2.ではDCC参加によって神経難病患者との関わり方を理解
できたと回答していた。しかし「患者の要望とマンパワーとのギャップを感じる」や「言語的
コミュニケーションの取りにくさから患者家族へ対応や看取りに対する不安が残る」という
意見が経験年数を問わず多かった。早期から継続的な意思決定支援の重要性の意見も多かっ
た。【考察】学習機会や倫理観醸成の他、神経難病看護に感じる問題を具体化する場として
DCCは有効と考えられた。看護師は難病の進行に伴いコミュニケーション困難となる患者
との関わりに難しさを感じており、そのため早期からの意思決定支援に関心が寄せられた
と考えられる。DCC自体は不全感の解消には繋がりにくいが、問題を理解することで終末
期看護に対する意識変化をもたらし、神経難病患者がその人らしい最期を迎えるための支
援に繋がると期待される。
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P2-164-7
粒状指標（NNPS）とmAs値の相関から導かれた至適撮影線量の臨床使用
への妥当性の検討
佐藤∙一哉（さとう∙かずや）、宇谷∙博文（うたに∙ひろふみ）、山中∙早苗（やまなか∙さなえ）、川端∙清志（かわばた∙きよし）、
林田∙昭彦（はやしだ∙あきひこ）、伊藤∙譲一（いとう∙じょういち）

NHO 南京都病院放射線科

【Purpose】粒状指標：Normalized Noise Power Spectrum（NNPS）とmAs値の相関か
ら工学的に導かれた至適撮影線量と，人体ファントム撮影画像を視覚評価することで導か
れた至適線量を比較することにより，工学的に導かれた至適線量の臨床使用への妥当性を
検討する．

【Theory】DRシステムにおいて，画像の粒状性は入射線量と負の相関関係にあるが，ある
一定以上の線量域においては照射線量に対する粒状の改善への寄与が小さくなる（飽和に達
する）．この飽和に達する線量は線量当たりの画質という観点で至適な撮影線量となる．昨
年の本学会において，佐藤らにより”平板アクリルファントムを用いて，NNPSの変化率と
mAs値の相関から，至適な撮影線量を工学的に求める方法”が示された．本研究では，同
様に平板アクリルファントムを用いてNNPSの変化率が飽和に達する線量を求める一方で，
同体厚の人体ファントムを撮影し得られた画像から粒状の改善が飽和に達したと思われる
線量を視覚的に求めた．

【Experimental】頭部を模擬した平板アクリルファントム：19cm厚に管電圧75kVp一定
でmAs値を変化させつつ撮影を行い，得られた画像からNNPSを取得し，粒状の改善が飽
和領域に達するmAs値を求めた．次いで頭蓋ファントムに対して同様の撮影を行い，画像
の粒状性の改善が飽和に達した線量を視覚評価により求めた．その結果，NNPSの計測に
おいても視覚評価においても，ともに6mAs近傍で粒状が飽和に達した．

【Conclusion】工学的に導かれた至適撮影線量と視覚評価により導かれた至適線量を比較し
たところ，両者で概ね一致をみた．このことから，工学的に導かれた至適撮影線量の臨床
使用は妥当であることが示された．

P2-164-6
一般撮影装置KONICA MINOLTA AeroDRにおける画像物理評価
岡∙由依莉（おか∙ゆいり）、江川∙幸孝（えがわ∙ゆきたか）、尾本∙拓海（おもと∙たくみ）

NHO 三重中央医療センター放射線科

【目的】当院の第2撮影室に新たに導入されたKONICA MINOLTA AeroDRにおける性能
評価【方法】DQEを求めるために、入出力特性、MTF、NPSを求めた。SIDを150cmと
しアルミニウムフィルタを付加して、RQA5となる線質を半価層の測定から求めた。入出
力特性では、RQA5,200mA,4~500msecで撮影し、同時に線量を線量計で測定した。撮
影した画像についてimagejを用いてデジタル値を計算した。測定した露光量とデジタル
値で特性曲線を作成した。MTFは矩形波チャート法より求めた。測定に使用した画像は
RQA5,200mA,100msecで撮影した。特定の空間周波数において測定した最大の写真濃
度と最低の写真濃度をX線量に変換した。空間周波数における矩形波テストパターンの出
力コントラストを求め、グラフを作成した。NPSは仮想スリット法より求めた。画像は
RQA5,200mA,100msecで撮影した。imagejを用いてトレンド補正、二次元フーリエ変
換を行った。解析したデータをもとに、有効露光量変換しNPSのグラフを作成した。MTF、
NPSよりDQEを求めた。【結果】RQA5となる線質は管電圧74kVの時に得られた。入出
力特性は、露光量とピクセル値の関係は良好な直線性を示した。特性曲線の傾きは969.43
であった。MTFは、空間周波数0.5cycles/mmの時MTF0.744、空間周波数1 cycles/
mmの時MTF0.559、空間周波数4 cycles/mmの時0.01であった。NPSは、空間周波数
1.25cycles/mmのときNPS6.08×10－6、空間周波数3.75cycles/mmのときNPS8.44
×10－6、空間周波数5cycles/mmのときNPS4.77×10－6であった。【考察】臨床で正
しく評価するために、今後も定期的に性能評価を行い、今回の結果と比較して画質に問題
がないか確認していきたい。

P2-164-5
Hybrid Gridの有用性に関する基礎的検討
甲斐∙あすか（かい∙あすか）、北口∙菜未（きたぐち∙なみ）、村岡∙亜友美（むらおか∙あゆみ）、堀田∙竜也（ほりた∙たつや）、
増井∙飛沙人（ますい∙ひさと）、西田∙浩如（にしだ∙ひろゆき）

NHO 福岡東医療センター放射線科

【背景・目的】X線撮影における散乱線除去には,実グリッド（Real Grid:RG）を用いた方法や
散乱X線補正処理（Virtual Grid:VG）を用いる方法がある.近年,両方を組み合わせた手法

（Hybrid Grid:Hyb）を用いることで画質の改善を行った検討がされている.しかし,被写体
厚が15 cm以上の検討は行われていない.そこで,被写体厚が15 cm以上の場合における
Hybの有用性を検討した.【方法】散乱体としてアクリルファントムを15cm,20cm,25cmと
変化させ，CDRADファントムを撮影した．散乱線除去法を，除去なし，RG（3,6,8）,VG

（3,6,8,10,12）,Hyb（RG3+VG3, RG3+VG5, RG3+VG7, RG3+VG9, RG6+VG2, 
RG6+VG4, RG6+VG6, RG8+VG2, RG8+VG4）としてIQF.invを求めた.次に骨盤部ファ
ントムとアクリルファントムの合計が25cmになるように配置し，その上にマーカーを置
いて撮影を行った.画像はグリッド比が6，8，10，12となるようにグループを振り分け,
正規化順位法を行った.【結果・考察】各体厚ごとにおけるIQF.invの最大値は15cmで7.97

（Hyb（RG6+VG6））,20cmで6.73（Hyb（RG6+VG6））,25cmで5.74（Hyb（RG6+VG4））
を示し,どの体厚においてもHybが高い傾向を示した. これは，両方の散乱線除去を用いる
ことにより，散乱線除去効果が高くなったことや，VGのノイズ低減処理効果により粒状度
が改善したためと考えられる.正規化順位法においても,全てのグループでHybが最も順位
が高く有意差が認められた.Hybにおいて,RGのグリッド比が高いと1次X線の割合が高く
なるためだと考えられる.【結語】Hybrid Gridは，被写体厚が15 cm以上の場合でも画質向
上が認められた.

P2-164-4
小児胸部X線撮影における銅フィルタを用いた撮影条件の検討
宮地∙優介（みやち∙ゆうすけ）1、山之上∙毅（やまのうえ∙つよし）2、板井∙宏孝（いたい∙ひろたか）1、西∙祥吾（にし∙しょうご）1、
川崎∙年久（かわさき∙としひさ）1

1NHO 嬉野医療センター放射線科、2NHO 福岡病院放射線科

【目的】小児の胸部X線撮影では施設によって撮影条件のばらつきが大きいというアンケー
ト報告がなされている. 画質に起因する因子として管電圧の設定が大きく,それに付随して
付加フィルタの使用や散乱線除去用グリッドの使用も施設によって異なっている. 今回,小
児胸部X線撮影において,管電圧及び付加フィルタの使用について検討を行ったので報告す
る.【方法】管電圧60 ～ 100kV,銅フィルタ0.1 ～ 0.2mmにおいて,入射表面線量が一定と
なるようにmAs値を調整しアクリルの撮影を行い,信号差対雑音比:SdNRを求めた. 続い
て,肺野,肋骨,心臓,に模擬病変を配置し小児ファントムの撮影を行い,肋骨に対する肺野
及び配置した模擬病変のコントラスト及びその比を求め,視覚評価を行った.【結果】いずれ
の電圧においても銅フィルタ0.2mmにおいてSdNRは最も高くなり,コントラストは低下
していた. 骨に対するコントラスト比は90kVに銅フィルタ0.2mmを用いたものが最も高
くなった. 視覚評価も同様に90kVに銅フィルタ0.2mmを用いたものが最も評価点数が高
かった.【結論】90kV,銅フィルタ0.2mmを用いることで,管電圧の増加及び銅フィルタの使
用によるコントラストの低下よりもSdNRが改善され,適切な画像を撮影可能となった.
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P2-165-2
Conversion手術後、副腎・リンパ節転移再発、原発性肺癌に対して
Nivolumabを含む集学的治療により長期生存を得た進行胃癌の1例
柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）、斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）、大元∙航暉（おおもと∙こうき）、
櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）、岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）、北田∙浩二（きただ∙こうじ）、
濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）、徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）、常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）、
稲垣∙優（いながき∙まさる）

NHO 福山医療センター外科

【緒言】近年の化学療法の進歩により治療成績は改善してきているものの, 局所進行・再発
胃癌の生存期間は1年程度と予後不良である. 今回我々は, 集学的治療により長期生存を
得た進行胃癌の1例を経験したため, 若干の文献的考察を交えて報告する. 【症例】74歳男
性. 上腹部痛, 食欲不振を主訴に近医受診し, 胃癌疑いで当院紹介となった.上部消化管内
視鏡検査では胃角～幽門にかけて3型進行癌を認めた. 造影CTでは膵への浸潤が否定で
きない所見であった. 術前化学療法としてSOX療法3コース施行後, 幽門側胃切除, D2リ
ンパ節郭清を施行した. 最終病理学的診断はypT3N0M0, ypStageIIAであった. 術後補
助化学療法としてSOX療法施行した. 初回術後1年6 ヶ月には右副腎転移に対して腹腔鏡
下右副腎摘除施行した. 初回術後2年8 ヶ月で上腸間膜動脈（SMA）周囲リンパ節再発を
認め, RAM+PTX療法7コース施行した. 縮小を維持していたが, 初回術後3年4 ヶ月で左
副腎転移が出現し, Nivolumab療法を18コース施行. 左副腎転移は縮小を維持していた
が, 初回術後4年3 ヶ月にSMA周囲リンパ節が再増大し, 放射線治療（50Gy/25Fr.）施行. 
Nivolumab療法を継続し, 初回術後約5年経過し, 現在病勢制御得られ生存中である. 【考
察】局所進行・再発胃癌に対する標準治療は全身化学療法である. 近年化学療法に加え, 分
子標的薬や免疫チェックポイント阻害薬の進歩により, 長期生存を得られた報告が増加して
いる. 本症例では, 術前/後補助化学療法, Conversion surgery, 分子標的薬/免疫チェック
ポイント阻害薬, 放射線治療を逐次行い, 集学的治療を施行し長期生存を得ることができた. 
症例に応じて集学的治療を検討していくことが重要である.

P2-165-1
自己免疫性胃炎に合併した過形成ポリープの癌化が疑われた胃病変の1例
神安∙柊（かみやす∙しゅう）1、藤堂∙祐子（とうどう∙ひろこ）2、山中∙秀彦（やまなか∙ひでひこ）2、兒玉∙英章（こだま∙ひであき）3、
下村∙壮司（しもむら∙たけし）4、立山∙義郎（たちやま∙よしろう）5

1NHO 広島西医療センター初期臨床研修医、2NHO 広島西医療センター消化器内科、 
3NHO 広島西医療センター肝臓内科、4NHO 広島西医療センター血液内科、 
5NHO 広島西医療センター病理診断科

症例は80歳代女性。自宅で体動困難な状態を発見され近医に救急搬送された。来院時は顔
面蒼白でるいそうが著明であった。血液検査にて汎血球減少・著明な大球性貧血を指摘さ
れ当院転院となり、ビタミンB12欠乏による貧血と診断された。悪性貧血を疑い施行した
胃内視鏡検査で胃体部優位の萎縮性変化、胃体下部後壁に10mm大の発赤調隆起性病変を
認め過形成性ポリープが疑われた。迅速ウレアーゼ検査陰性、抗胃壁細胞抗体および抗内
因子抗体は陽性であった。組織検査では幽門腺の萎縮は認めないが胃底腺の減少、腸上皮
化生を認め、ポリープからの生検でGroup 5 高分化型管状腺癌と同切片に過形成性ポリー
プの像を認めた。後日施行したEMRの結果、腺窩上皮型の過形成性ポリープの表層に一部
高分化型管状腺癌を認めた。自己免疫性胃炎とは自己免疫異常に伴い壁細胞が破壊・消失し、
この過程においてプロトンポンプに対する自己抗体（抗壁細胞抗体）が産生される特殊性胃
炎であり胃癌、NET、過形成ポリープ、腺腫などの胃病変が合併することが知られている。
一方、胃過形成ポリープはH.pylori感染による萎縮性胃炎にしばしば合併する胃病変であ
り癌化頻度は1~3%程度とされる。本症例に合併した胃病変は過形成性ポリープ内に高分
化型腺癌が共存していた。過形成性ポリープが病変の大半を占めていること、また、腺癌
と過形成性上皮が同一腺管を共有する部位が確認されたことより経時的変化は観察できて
いないが過形成性ポリープの癌化が疑われる病変と考えられた。免疫染色、文献的報告を
加えて報告する。

P2-164-9
画像処理技術を活用した体内留置カテーテル視認性向上の取り組み
小林∙伊吹（こばやし∙いぶき）、宮島∙隆一（みやじま∙りゅういち）、濱田∙圭介（はまだ∙けいすけ）、市野∙凌資（いちの∙りょうすけ）

NHO 鹿児島医療センター放射線科

【目的】体内留置カテーテル位置確認のためX線検査が利用されるが、縦郭陰影や骨とのコ
ントラストが得られず、確認が困難な症例が散見される。周波数強調処理やデジタル圧縮
処理を活用することでカテーテルの視認性を向上させることが可能であるが、当施設では
強調画像用のパラメータ設定が行われていなかった。そこでカテーテル視認性向上を目的
にパラメータを作成し臨床運用を行った。【方法】1.画像処理パラメータについての説明会
を実施し、診療放射線技師18名が至適パラメータを設定した。その中から、代表的パラメー
タを3種類選定した。2.選定したパラメータ3種類とメーカー推奨設定、従来画像を3症例
に対して適用し画像を作成した。作成した画像を診療放射線技師8名、放射線科医師4名、
診療看護師2名が視覚評価を行い、正規化順位法を用いて評価を行った。3.カテーテル視
認性が向上したパラメータを決定し臨床運用を開始した。PICC先端, 胃管先端, ガーゼ位置
確認の画像に関して医師3名、診療看護師3名にアンケート調査を行い、有用性を評価した。

【成績】選定したパラメータは、従来と比較して、周波数強調のYREを0.2から9.0に変更す
ることで、鮮鋭度を向上させた。また、YRTをrからfに変更することで通常使用すること
のない低濃度領域に対して周波数強調を高めた。これらの処理により低濃度領域のノイズ
は上昇したが、カテーテル視認性を向上させる画像が作成可能となった。アンケート調査
の結果、従来に比べ強調画像のカテーテル視認性が向上したと評価を頂いた。【結論】強調
画像を活用することで、体内留置カテーテルの視認性が向上したと評価が得られた。

P2-164-8
腰椎正面単純撮影法のポジショニング変更に伴う物理評価
田中∙大輝（たなか∙だいき）、藤田∙浩司（ふじた∙こうじ）、和田∙恵子（わだ∙けいこ）、泊∙義幸（とまり∙よしゆき）

NHO 舞鶴医療センター放射線科

【目的】近年，腰椎正面単純撮影において，自然立位の生理的湾曲やアライメント等の評価
の有用性から，立位PA方向によるポジショニング撮影が評価されている．当院では現在，
臥位AP方向にてポジショニングを行っているが，立位PA方向への変更を検討している．
そこで本研究では，ポジショニングの違いが画質に及ぼす影響を把握するため，ファント
ムを用いて物理評価を行った．【方法】用意したファントムを，臥位AP，立位AP，立位PA
の撮影を想定してそれぞれ配置し，臨床で使用している撮影条件にて撮影した．次に得ら
れた画像より画像解析ソフトImageJにて画素値を測定し，以下の項目について検討した．
1）腰椎のアライメント評価に寄与する鮮鋭度の変化腰椎を模したタングステンエッジ（1 
mm）と軟部組織を模したアクリル板（15 cm）を用いた．エッジ付近に関心領域を設定し，
それぞれMTFを求め比較した．2）腸腰筋と軟部組織のコントラスト評価腸腰筋を模した油
粘土（5 mm）と軟部組織を模したアクリル板（15 cm）を用いた．油粘土陰影内と軟部組織
陰影内に同等の大きさの関心領域を設定し，組織間ノイズのみを考慮したCNRをそれぞれ
求め比較した．【結果】MTFはAP撮影に比べてPA撮影に若干の優位性が見られた．CNR
はポジショニングの違いによる大きな有意差は見られなかった．【結語】腰椎正面撮影のポ
ジショニングの違いに伴う物理評価ができた．
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P2-165-6
SOX療法による術前治療でpCRが得られたBulky Nを伴う進行胃癌の1例
釼持∙要（けんもち∙かなめ）1、大塚∙将平（おおつか∙しょうへい）1、丹羽∙弘貴（にわ∙ひろき）1、本谷∙康二（ほんたに∙こうじ）1、
高橋∙亮（たかはし∙りょう）1、小室∙一輝（こむろ∙かずてる）1、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）1、平岡∙圭（ひらおか∙けい）1、
岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）1、木村∙伯子（きむら∙のりこ）2、大原∙正範（おおはら∙まさのり）1

1NHO 函館病院外科、2NHO 函館病院病理診断科

高度リンパ節転移を伴う進行胃癌の治療成績はいまだ不良であり，治療効果が高くかつ安
全な術前補助化学療法の確立が期待されている．今回われわれは術前SOX療法によりpCR
が得られた1例を経験したので，文献的考察を加え報告する．症例は79歳，女性．上部消
化管内視鏡検査にて胃前庭部前壁に3型腫瘍を認め，生検でadenocarcinoma，HER2（IHC）
0，MSI陰性，PD-L1検査はCPS＜1の結果であった．CT検査では長径33mmの8aリン
パ節転移による総肝動脈および膵浸潤が疑われた．術前診断はcT3N（+）M0, cStage IIIで，
Bulky Nを伴う進行胃癌であり術前化学療法を行う方針とした．SOX療法を3コース施行
後，原発巣および8aは著明に縮小し，腹腔鏡下幽門側胃切除術，D2郭清を施行した．術
前腫大を認めた8aリンパ節は総肝動脈周囲神経叢を一部合併切除して郭清したが，動脈お
よび膵浸潤は見られなかった．病理組織学的検査にて胃，リンパ節に腫瘍の残存を認めず，
組織学的治療効果判定はGrade 3で，pCRと判断された．術後21 ヵ月が経過した現在，
再発なく経過している．

P2-165-5
Nivolumabを含む化学療法後のconversion surgeryでpCRが得られた
切除不能進行胃癌の一例
釼持∙要（けんもち∙かなめ）1、大塚∙将平（おおつか∙しょうへい）1、丹羽∙弘貴（にわ∙ひろき）1、本谷∙康二（ほんたに∙こうじ）1、
高橋∙亮（たかはし∙りょう）1、小室∙一輝（こむろ∙かずてる）1、鈴置∙真人（すずおき∙まさと）1、平岡∙圭（ひらおか∙けい）1、
岩代∙望（いわしろ∙のぞむ）1、木村∙伯子（きむら∙のりこ）2、大原∙正範（おおはら∙まさのり）1

1NHO 函館病院外科、2NHO 函館病院病理診断科

非治癒因子を有する進行胃癌に対するconversion surgeryは生存期間の延長に寄与する
可能性があり，胃癌治療ガイドライン第6版で弱く推奨されているが，実際にconversion 
surgeryに至る症例は稀である．今回，Nivolumabを含む化学療法後にconversion 
surgeryを行い，pCRが得られた切除不能進行胃癌の一例を経験したので報告する．症
例は77歳，女性．つまり感を主訴に当院消化器科紹介となり，上部消化管内視鏡検査に
て体上部小弯から噴門にわたる3型腫瘍，および前庭部小弯の3型腫瘍を認め，生検でそ
れぞれtub1-2, porと診断された．造影CTで胃上部の腫瘍による横隔膜脚および膵尾部
への浸潤，多数の領域リンパ節転移，および腹膜播種が疑われた．cT4b（m）N（+）M1, 
cStage IVBと診断し，化学療法の適応となった．PD-L1検査にてCPSが5以上であり，
Nivolumab+SOX療法を8コース施行．造影CTで原発巣は著明に縮小，腹膜播種は消失
しPR．その後免疫関連大腸炎を発症しS-1療法（2投1休）に変更，9コース施行後の造影
CTで原発巣も同定できずCRとなったため，手術目的に当科紹介．審査腹腔鏡にてP0CY0
を確認しconversion surgeryの方針となり，腹腔鏡下胃全摘術，横隔膜脚および膵脾合併
切除術，D2郭清を施行した．術後は著明な合併症を認めず，術後19日目に退院となった．
病理組織学的検査では腫瘍の残存は認められず，pCRと診断された．術後S-1療法を継続し，
11 ヵ月再発なく経過している．

P2-165-4
噴門近傍の5cmを超える内腔発育型胃GISTに対して腹腔鏡・内視鏡合同
手術（LECS）にて切除した1例
斧田∙尚樹（おのだ∙なおき）1、大塚∙眞哉（おおつか∙しんや）1、大元∙航暉（おおもと∙こうき）1、
柚木∙宏介（ゆのき∙こうすけ）1、櫻井∙湧哉（さくらい∙ゆうや）1、岡林∙弘樹（おかばやし∙ひろき）1、内海∙方嗣（うつみ∙まさし）1、
北田∙浩二（きただ∙こうじ）1、濱野∙亮輔（はまの∙りょうすけ）1、徳永∙尚之（とくなが∙なおゆき）1、宮宗∙秀明（みやそう∙ひであき）1、
常光∙洋輔（つねみつ∙ようすけ）1、藤田∙勲生（ふじた∙いさお）2、堀井∙城一朗（ほりい∙じょういちろう）3、稲垣∙優（いながき∙まさる）1

1NHO 福山医療センター消化器外科、2NHO 福山医療センター消化器内科、3岡山労災病院内科

【背景】胃GISTに対する治療は通常は胃局所切除で腹腔鏡下手術の良い適応であるが、部位、
大きさ、発育形態で術式や難易度が異なる。今回噴門近傍の5cmを超える内腔発育型GIST
に対してLECS手術を行ったので報告する。【症例】79歳、女性。乳癌術前造影CTにて胃小
弯に管内発育型の腫瘤を指摘された。内視鏡ではE-G junctionから2~3cmに40mm大の
SMT様腫瘤を認めた。超音波内視鏡下穿刺吸引法にてGISTと診断され手術の方針となっ
た。【経過】LECS手術として当院はNEWS法とCrown法を採用しているが腫瘍径53mm
にてCrown法を用いた。術後経過は良好で、通過障害などの合併症無く、術後10日目に
退院となった。【考案】LECSは漿膜面からの腹腔鏡観察のみでは腫瘍の局在を正確に把握で
きない症例で有用である。本症例の様に噴門近傍のSMTに対して腹腔鏡観察のみの手術で
は、切除ラインがEGJを巻き込んでしまうこともあり噴門側胃切除等が選択されてしまう。
しかしながらESD手技を併用することで、腫瘍を含めた消化管壁を最小かつ過不足無く切
除できるため、LECSは特に噴門近傍のSMTにおいて有用である。従来は噴門近傍の5cm
を超えるGISTに対しては開腹手術を行っていたが、LECSを施行し良好な結果を得たので
報告する。

P2-165-3
食道がん術中に気胸を発症し、呼吸管理に難渋した1例
不聞∙一貴（ふもん∙かずき）、仁木∙有理子（にき∙ゆりこ）、後藤∙瞭太（ごとう∙りょうた）、伊藤∙壮平（いとう∙そうへい）

NHO 相模原病院麻酔科

食道がん手術中に術野で気胸を発症し、呼吸管理に難渋した症例を経験したので報告する。
症例は73歳男性。身長165cm、体重36kg。るい痩および長期にわたる喫煙歴以外には大
きな既往歴はなかったが、術前2か月ほど前に薬剤性肺炎で加療されていた。胸部食道がん
の診断に対して胸腔鏡下食道悪性腫瘍手術が予定された。麻酔は硬膜外併用閉鎖循環式全
身麻酔で行い、胸腔鏡操作の際には、気管支ブロッカーを用いて分離肺換気管理を予定した。
術中は高度癒着のために剥離操作に難渋した。胸部食道離断までに術野の気胸発症が疑わ
れ、呼吸器外科医師が加わり右上葉の気胸を確認した。右上葉のブラを切除したが、肺か
らのリークは収まらず癒着剥離部からのリークでリーク部に止血シートで被覆し、胸腔ド
レーン挿入の方針となった。胸腔鏡操作が終了し、両側換気にした後も麻酔器回路のリー
クも止まらず、ぎりぎりの換気量を保っていた。右上葉からのリークが改善していないと
考えて、気管支ファイバーで確認しながら右上葉枝の入り口に気管支ブロッカーを挿入し
た。そうしたところ回路のリークはなくなり、十分な換気量を保てるようになった。この
まま手術終了まで維持して、手術終了後、呼吸状態を確認して抜管した。胸腔鏡下手術に
おいて気管支ブロッカーを使用して分離肺換気を行うことがあるが、今回気胸でリークし
ている区域への送気を選択的にブロックすることで良好な呼吸器管理が行えた。
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P2-166-4
結核患者に対する結核指導チェックシートを活用しての効果的な指導
福田∙晃大（ふくだ∙てるひろ）、大槻∙登季子（おおつき∙ときこ）、山浦∙新太郎（やまうら∙しんたろう）

NHO 近畿中央呼吸器センター呼吸器内科

【はじめに】結核治療は退院後も継続が必要であり、入院中の結核療養指導は重要である。
結核指導はパンフレットやDVD視聴で個別に行ってきたが、進捗状況や患者の理解度の把
握ができていないことが散見した。指導内容の漏れをなくすと共に、進捗状況の確認のた
め、結核指導チェックシートを作成し、継続指導へつなげた取り組みについて報告する。【看
護の実際】対象は2023年10月～ 2024年3月までに入院した患者58名中、認知症や会話
不能な患者を除いた33名。結核指導チェックシートを床頭台に貼り、患者と看護師双方が
確認できるようにした。日々の受け持ち看護師が項目に沿って指導を行い、指導日を記載、
患者の理解度や注意点など詳しい内容は看護記録に記載した。【結果】結核指導チェックシー
トを活用することで、指導項目が漏れなく実施できるようになり、看護師からも指導内容
や進歩状況が容易に把握でき指導しやすくなったとの意見が得られた。患者により入院翌
日からの指導開始や、2週間後も実施していないなど、指導開始時期に差があった。結核症
状や抗結核薬の副作用の身体的苦痛や、入院の必要性の理解不足、結核診断を受けてショッ
クを受けている等の心理的な側面が開始時期に影響していた。【考察】患者を含めた看護チー
ムで結核指導チェックシートを共有することで、看護師間、患者-看護師間での認識の相違
がなくなり、統一した指導が実践でき、効果的な指導につながった。また、結核患者は社会的・
心理的に準備不足なまま隔離入院の勧告を受けるため、ショックや不安を感じ入院受容に
は個人差がある。看護師は患者が指導を受け入れやすいタイミングを考慮し指導していた
と考える。

P2-166-3
糖尿病教育患者の理解度と心理的負担感の関連性について ―糖尿病問題領
域質問票（PAID）を用いて―
土井∙広貴（どい∙ひろたか）、中島∙貴太（なかしま∙たかひろ）、谷端∙みのり（たにばた∙みのり）、岩本∙聡（いわもと∙そう）、
玉屋∙さつき（たまや∙さつき）、山下∙由紀子（やました∙ゆきこ）、辻∙智子（つじ∙ともこ）、渡部∙太郎（わたのべ∙たろう）、
明島∙淳也（あけしま∙じゅんや）、安井∙順一（やすい∙じゅんいち）

NHO 長崎医療センター看護科

はじめに　当病棟では理解度調査問題の結果に基づいて糖尿病患者の指導を行っていたが、
個々の患者の心理的な負担感には着目できていなかった。PAIDを用いて比較を行うことで
心理的負担感との関連性が比較検討できると考えた。目的糖尿病教育患者を対象とし、糖
尿病に関する知識の理解度と心理的負担感の関連性を明らかにする。方法　対象は、2022
年12月から2024年3月までに入院した成人糖尿病患者で、血糖自己測定・インスリン自
己注射が実施でき、問題用紙の自己記載が可能な患者。入退院時に理解度調査問題とPAID
を実施し、それぞれの統計処理を行った。また、t検定の一対の標本による平均の検定を行っ
た。結果入院期間は平均8.6日間。【理解度調査用問題平均値】入院時18.8点、退院時25.3点。

【PAID平均値】入院時47.7点、退院時44.1点であった。平均値で検定を行った結果、理解
度調査票用問題では入退院時の平均の差は有意であったが、PAIDでは有意差は認めなかっ
た。考察　理解度の増加と心理的負担感の減少は相関しないことが示された。負担感が減
少しなかった要因としては、入院期間が短い事、糖尿病教室が2023年10月に再開された
事、スタッフの患者指導の不慣れが考えられた。ただし、理解度調査問題の入退院時の平
均値では優位に患者の理解度が増加しており、患者教育に一定の効果があったと考えられ
る。結論　PAIDと理解度調査問題の平均値は、退院時に理解度が増加し、心理的負担感が
減少する傾向であったが、検定では、入退院時で理解度の増加はあったが、PAIDでは心理
的負担感が減少するとの結果は得られなかった。よって、本研究では理解度と心理的負担
感の関連性は認められなかった。

P2-166-2
TPN患者指導における、サポートガイドブックを使用した標準化について
宗∙満里奈（そう∙まりな）、岡本∙香織（おかもと∙かおり）、中岡∙淳子（なかおか∙あつこ）、間野∙あすか（まの∙あすか）、
坂本∙亜希香（さかもと∙あきか）、濱部∙智子（はまべ∙ともこ）

NHO 九州がんセンター 4階東病棟消化管腫瘍内科,呼吸器内科

【目的】当病棟は、消化管・腫瘍内科病棟であり、病状の進行に伴い自宅での在宅TPNを導
入する患者が多い。しかし、患者指導項目や指導内容にスタッフ間で差があり、病棟内で
統一した指導ができていないという問題点が挙がった。今回在宅TPN導入時のスタッフ指
導の取り組みを行ったため報告する。【方法】1.期間：R5年4月1日～ R6年3月31日2.対
象者：病棟スタッフ31名3.内容：1）在宅TPNサポートガイドブックの周知とスタッフ教
育2）在宅TPNサポートガイドブックの聞き取り調査による使用状況把握【結果】スタッフ
教育は、R5年5月に在宅TPNが導入となる際はTPNサポートガイドブックの活用するよ
う周知した。周知後、在宅TPNが導入となる対象患者のプライマリーナースを中心に自宅
退院に向けての活用を開始した。スタッフにはプライマリー患者が在宅TPN対象者となっ
た際の声掛けを依頼し、個別に在宅TPNサポートガイドブックの活用方法を説明したこと
でR5年度（5月～ R6年3月）は20件（途中終了4件含む）活用できた。実際に使用した病棟
スタッフからは「初めての在宅TPN指導で何も分からず不安であったが、サポートガイド
ブックを使用することで流れが分かり指導しやすかった。」「指導の内容が分かることで自
信に繋がった。」など、在宅TPNサポートガイドを用いたことで、病棟スタッフが指導の流
れが分かり、必要な物品や指導内容の理解が高まったという意見がみられた。【結論】患者
指導において、病棟スタッフが同じ在宅TPNサポートガイドブックを用いることは、スタッ
フ間の指導内容に差が生じず、統一した看護の実践と病棟スタッフの不安軽減に繋がった。
今後も使用を継続し引き続き統一した看護を行う。

P2-166-1
現代の状況に合った結核患者教育の媒体の模索
猪野又∙圭吾（いのまた∙けいご）

NHO 東佐賀病院看護部

【はじめに】A病棟では結核患者に対し患者教育を実施しているが、結核看護の経験がない
新人や配置換え看護師の育成に時間を要す現状があり、電子媒体、視聴覚媒体を活用した
教育を実施できないかと考えた。また、患者が統一された方法で教育を受けることは、効
果的な内容の理解に繋がり、働き方改革を問われる現代の状況において看護師の業務量削
減にも繋がるのではないかと考える。現代の状況にあった媒体の考案や検討を行い、今後
の患者教育の方向性を模索した。【方法】令和5年9月～令和5年12月の期間で、インター
ネット上のWebや動画より文献、視聴覚媒体を検索し分析、考察した。【結果と考察】A病
棟で視聴覚媒体を使用する場合、患者の家族が教育を受けるために来院するための時間や
費用の削減、好きな時に視聴できるというメリットがある。また、退院後も自宅で自由に
使用できるというメリットもある。高齢患者へは見やすい大きさの文字や画像へ拡大し使
用することができる。外国語での動画を使用することで外国人の理解にも有用である。看
護師は動画視聴後の理解度の確認のみに時間をかける事ができるため、他の患者のケアへ
時間を回すことができる。看護師への教育という視点では病棟勤務時や勤務以外でも視聴
覚媒体を使用した学習ができることで自己研鑽できるようになる。【まとめ】今回、結核患
者教育の媒体を模索することで、今後の方向性を検討することができた。今後当院でも視
聴覚媒体を使用した患者教育を行う場合、個別性に合った媒体の整備が必要になる。その
ためには継続して活用できる視聴覚媒体の模索や利用できる環境の整備を行い、方向性を
継続して模索していく必要がある。
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P2-167-1
ロボット支援手術導入に向けての取り組み―ロボット手術を安全でスムー
ズに導入するために―
佐々木∙ちはる（ささき∙ちはる）

NHO 函館病院中材・手術室

【はじめに】ロボット支援手術では、高度に精密な機器を用いるなど、従来の手術とは異な
る点が多く、手術チームとしての教育、習熟がこれまで以上に重要である。当院でも2024
年3月にロボット支援手術が開始となり、導入に向けて取り組んだ内容と今後の課題をこ
こに報告する。【取り組み内容】経験値の高い看護師（以下ベテランナース）を中心とし、ダ
ヴィンチシステム導入部屋の整備・専門家によるトレーニング（eラーニング、機器類の操
作、洗浄、滅菌など）・他施設見学（4施設で直腸、肺手術見学）・マニュアル作成（手順書、
配置図）・シミュレーションの実施を行った。【結果・考察】ベテランナースをリーダーにす
ることで、様々な面で対応力や発信力、応用力といった力が加わり、教育・指導分野で統
一した知識の伝達がスムーズにできたのではないかと考える。専門家によるトレーニング
や施設見学で得た情報を参考に作成したマニュアルに沿って医師やCEと共に意見交換しシ
ミュレーションを行った事でよりリアリティを持つことができスムーズな導入に繋がるこ
とが出来たと考える。初症例後には、医師、看護師、CEとでデブリーフィングを行い、動
きの確認や体位についての確認をし、情報を共有することで2、 3回目の症例に対しスムー
ズに取り組むことが出来たと考える。【課題】今後新たに加わるスタッフがスムーズに取り
組むことが出来るように統一した教育や指導を行っていきたい。また、ロボット支援手術
症例が増えていく事を考え、定期的なマニュアルの見直しや緊急時の対応トレーニングな
どを実施し、患者が安全で安心して手術を受けることが出来るよう関わっていきたい。

P2-166-7
副看護師長への教育的支援における看護師長の今後の関わり～リフレク
ティブサイクルを用いた振り返り～
林∙祐希（はやし∙ゆうき）、池上∙良子（いけがみ∙りょうこ）、野田∙記世（のだ∙きよ）

NHO 東近江総合医療センター看護部

【目的】副看護師長への教育的支援における看護師長の感情についてリフレクティブサイク
ルを用いて明らかにし、今後の教育的支援につなげることを目的とした。【方法】リフレク
ティブサイクルを用いて振り返るための用紙を作成し、A病院に勤務する看護師長が教育的
支援を行ったと思う1事例を振り返った結果を集計する。感覚・評価の記述よりコード化、
カテゴリー化を行い、教育的支援時に看護師長が感じたことと振り返ることで学べたこと
を分析する。倫理的配慮として、記載した用紙を無記名で印刷し、提出を以て研究への参
加に同意を得たものとした。【結果】感覚の記述より6のカテゴリーと10のサブカテゴリ―
が抽出された。評価の記述より5のカテゴリーと8のサブカテゴリ―が抽出された。【考察】
教育的支援における看護師長の感情として、ポジティブ感情とネガティブ感情を合わせも
ち、ネガティブ感情に対しては介入が必要であるという感情が起こっていると考える。事
例を振り返ることによる学びとして、［役割モデル］はポジティブ感情につながる前向きな
教育的支援として重要である。［視点の違い］［コミュニケーションの大切さ］［信頼関係の
構築］［感情のコントロール］は密接に関連し、ネガティブ感情を介入が必要な危機感とし
て捉え、副看護師長の行動や意味を理解したいという気持ちが具体化されたものである。【結
論】ポジティブ感情に対しては前向きな振り返りにつなげること、ネガティブ感情に対して
は信頼関係を構築し、感情の変化に注意しながらコミュニケーションを図ることでお互い
を理解し、考えの違いを認めながら看護管理について一緒に学んでいくことが重要である。

P2-166-6
病棟から手術室に異動となった看護師を受け入れる環境の調整
小谷∙貴子（こたに∙たかこ）、大俣∙真美（おおまた∙まみ）、菊地∙ひとみ（きくち∙ひとみ）、石井∙恵子（いしい∙けいこ）

NHO 神奈川病院看護部手術室

【はじめに】A病院の手術室は看護師6名で構成されている。今年度、病棟経験を有する看護
師（以下既卒看護師）と手術室ベテラン看護師が2名ずつ入れ替わり配置されたが、安全な
手術遂行を優先したため十分な指導ができず、既卒看護師に不安を与えることに繋がった。
手術室看護師育成に向けた支援体制構築のために、指導的立場にある看護師がどのような
思いをもって支援していたのか明らかにする必要があると考えた。【目的】受け入れ側がど
のような方法をもって相手を受け入れているのかを明確にし、既卒看護師への支援体制を
構築する一助とする。【方法】3つのテーマについてグループインタビューを実施し、結果を
KJ法で分析した。【結果】＜環境＞＜人との関わり＞＜情報＞＜ジレンマ＞の4つの大カテ
ゴリーに分けられた。さらに環境（3）、人との関わり（9）、情報（4）、ジレンマ（2）のサブ
カテゴリーより構成された。【考察】＜環境＞異動に伴う手術室業務の切迫が事前に予測で
きず、受け入れ環境の調整が万全ではない状態で受け入れた。＜人との関わり＞既卒看護
師の特性の理解不足により、指導看護師の思いと現実に相違が生じ、指導の展開が遅延した。
＜情報＞個々の指導看護師が異なる情報を持っていたが、効果的に共有する手段に至らず
共有が不十分なまま指導に携わった。＜ジレンマ＞プリセプター制度を慣習のごとく用い
たことで指導看護師の負担がかかり、思い通りに指導できないという葛藤が生じた。【結論】
既卒看護師という過大な期待から不十分な環境で受け入れた現状が明らかになった。また、
少人数で構成されている手術室ではチーム型教育が適していることが明らかになった。

P2-166-5
COVID-19発生前後の新人看護師の社会人基礎力
大村∙梢（おおむら∙こずえ）1、新屋∙君香（しんや∙きみか）2、猿渡∙良根（さるわたり∙よしね）3

1NHO 名古屋医療センター看護部、2NHO 名古屋医療センター看護部、 
3NHO 長良医療センター看護部

【はじめに】COVID ‐ 19の影響により、看護基礎教育では臨地実習の中止など様々な制限
が加わった。このことから、COVID－19発生前後で看護基礎教育を受けた新人看護師の
社会人基礎力に影響があるのではないかと考え調査した。【研究方法】2019 ～ 2023年ま
でに当院に入職した新人看護師に対し、入職時に社会人基礎力調査を実施。2019年：40名、
2020年：47名、2021年：59名、2022年：82名、2023年：66名を集計、平均値を比
較した。【結果】12の能力要素の平均はCOVID－19発生前の2019年：2.19、2020年：
2.34であった。COVID－19の影響が考えられる2021年：2.67、2022年：2.68、2023年：
2.57であり、2021 ～ 2023年はCOVID－19発生前より高い結果となった。能力別では
すべての年代において、『考え抜く力』が1番低かった。【考察】COVID－19の影響により
社会人基礎力の低下を予想した。しかし、新人看護師の社会人基礎力に変化がなかったこ
とから、様々な創意工夫により看護基礎教育が行われたことが考えられる。また、全ての
年代で『考え抜く力』は低く、研修やOJTを通して課題の明確化や新たな発想へつながる機
会となるよう検討が必要である。【終わりに】COVID－19による影響は明確にならなかっ
たが、『考え抜く力』が低いことは共通していた。リフレクションしながら自己の能力を高
めていけるよう、研修内容やOJTサポート体制など院内教育としてどうしていくべきか考
えていく必要がある。
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P2-167-5
機能的定位脳手術後患者への聞き取り調査からみえた思い
寺尾∙実華（てらお∙みか）、永井∙里香（ながい∙りか）、湯上∙幸子（ゆかみ∙さちこ）

NHO 奈良医療センター看護部

【はじめに】機能的定位脳手術の対象は本態性振戦などの症状がある場合で、患者の職業な
どに合わせた評価が必要となり局所麻酔下で行われることもある。意識下で長時間手術の
ため患者の思いに寄り添った周術期看護を検討するために取り組みを行った。【研究方法】
対象：2020年4月～ 2023年7月で手術後外来通院中の患者5人 調査期間：2023年11
月～ 12月 聴き取り内容：手術に対する不安、困ったこと、手術室看護師に介入してほし
いことなど9項目 【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会で承認を受けた 【結果】聴き取り調査
内容を手術前の思い、手術中の思い、手術後の思い、入院生活中の思いの4つとそこから9
項目のカテゴリーに分類した。手術前の思いでは手術に対する期待感が大きく、手術中は
主治医からの質問に集中してその他のことを気にする余裕がなかった、術野からのチュー
ブ内の色が視界に入り気持ち悪かった、手術に携わる人の多さ、照明の明るさに驚いたな
どの意見があった。手術後は術後の痛みが少ないという結果であった。【考察】自ら病院を
選択して受けにくる手術であること、手術中に患者自身が症状の改善を感じ納得のいくと
ころで手術を終えることから不安の表出はなかったのではないかと考える。それ以外に手
術室の環境に対する思いの表出があった。医療者は常時その環境にいるため違和感を感じ
ていない医療行為が患者にとっては非日常であるため、配慮が必要であり、今後はさらに
患者の目線にたち、患者に寄り添った環境づくりが必要だと考える。【結論】今後、術前術
後訪問などを通じて患者の思いを聴き取り、環境面での配慮を工夫し周術期看護の向上に
取り組んでいく。

P2-167-4
肺癌手術でICUに入床した患者の睡眠阻害要因の調査
中井∙紘子（なかい∙ひろこ）、前田∙仁子（まえだ∙くにこ）、岩本∙有理（いわもと∙ゆり）、中村∙めぐみ（なかむら∙めぐみ）、
新谷∙加織（しんたに∙かおり）

NHO 三重中央医療センター看護部

【目的】
肺がんの手術を受けて集中治療室（以下ICU）入室中の患者の睡眠を阻害する要因を明らか
にすることを目的とした。

【方法】
術後管理のため一般病棟からICUに入室するがん患者に対して、ICUでの睡眠状況につい
て半構造化面接を実施し、逐語録を起こし、睡眠阻害要因のカテゴリー分類を行った。本
研究はNHO三重中央医療センター倫理審査委員会より承認（承認番号MCCOI-202338）
を得て実施した。

【結果】
対象者は男性1名、女性4名の計5名の協力を得られた。睡眠阻害要因をカテゴリー分類し、
6個のカテゴリー、12個のサブカテゴリーに分類した。カテゴリーとして【ICUの寝具と温
度の不快】、【ICUの騒音】、【挿入物による精神的苦痛】、【がん診断と手術による不安】、【術
後特有の身体的苦痛】、【看護師への遠慮】に分類された。【ICUの寝具と温度の不快】は寒さ
による不快、寝具の違いによる寝づらさ、【ICUの騒音】は近くで鳴り響く機器類のアラー
ム音、近くで聞こえる看護師の作業による物音等、【挿入物による精神的苦痛】は複数の挿
入物による体動困難へのストレス、【がん診断と手術による不安】は入院・がんにより家族
にかける心配、がんの診断や予後・手術への不安等、【術後特有の身体的苦痛】は術後の挿
入物による痛み等、【看護師への遠慮】は何度もナースコールを押す申し訳なさが挙げられ
た。

【考察】
本研究では睡眠阻害要因として、ICU特有の環境や、がん患者が抱く予後や手術に対する
不安などの精神的苦痛、さらに術後の医療処置による身体的苦痛など多種の要因が重なり
合っていることが考えられた。

P2-167-3
看護の共有で個別性のある看護に繋げよう～あなたは手術室でどんな看護
を受けたいですか～
輪賀∙彩香（わが∙あやか）

NHO 大阪南医療センター手術部

【目的】手術室では手術前日に患者情報を共有しているが、身体的側面の情報が多い。手術
は安全、円滑に遂行するが、患者の個別性を捉えた看護に繋がりにくい。また、手術室は
患者対応が各々で独立しているため、他者の看護が見えにくい。身体的側面以外の情報を
術前訪問で収集し、そこから考える看護を共有する場を作り、スタッフが個別性のある看
護を展開できるよう実施した。【方法】1.手術室経験が浅いスタッフに、資料とスライドを
用いて術前訪問の意義・カンファレンスの目的や効果の勉強会を実施した。2.術前訪問に
行った看護師に術前訪問で得た情報から考え実施した看護について聞き取り、カンファレ
ンスを実施した。カンファレンス後、術前訪問に行った看護師と個別性のある看護につい
て振り返った。3.振り返った内容をファイリングし、共有の場に参加できなかったスタッ
フに周知できる環境を整えた。【結果】共有実施件数は14件である。取り組み後のスタッフ
への聞き取り調査では「スタッフ同士が看護を語ることで自分の看護を振り返るきっかけに
なった」「他者の看護を聞くことで学びや悩みの解決に繋がった」と発言があった。共有の
場で話し合った内容は看護計画に反映されており、個別性のある看護計画立案に繋がった。
継続しているうちに共有の場でなくても、手術担当の看護師同士で看護を共有している場
面も見られた。【結論】手術という短期的な関わりの中で、身体的側面に偏りがちであった
スタッフが患者の背景や想いを知ることでより深い患者理解に繋がり、そこから考える看
護を全体で共有することはそれぞれが個別性のある看護を考えるきっかけになった。

P2-167-2
乳がん患者の術前後における苦痛スクリーニング値の変化
青山∙彩乃（あおやま∙あやの）、新屋∙君香（しんや∙きみか）、長澤∙南々帆（ながさわ∙ななほ）

NHO 名古屋医療センター看護部

【はじめに】乳がん患者の属性と手術前後の苦痛スクリーニング値の変化を調査し、乳がん
患者の精神的支援につなげることを目的とし調査を行った。【倫理的配慮】個人が特定でき
るデータは扱わず統計的に処理する。また、所属機関の倫理審査委員会の承認を得た。【方
法】対象はA病院乳腺外科で乳房摘出術を行った患者100名である。入院時と退院時に全患
者に行われている苦痛スクリーニング（身体のつらさ4段階、気持ちのつらさ10段階で患
者自身が主観で記入する）を使用し乳がん患者の術式・結婚の有無・職の有無と苦痛スクリー
ニング値の変化について調査した。【結果】身体のつらさでは、術式、乳房部分切除術と乳
房全摘出術（4名の両側摘出術含む）では術前後の平均の差はなかった。結婚・職業に関し
ては有無に関係なく全てにおいて術後の方が高かった。気持ちのつらさでは、術式では平
均の差はなかったが、乳房全摘術の術前の標準偏差が高かった 。結婚・職業では術前より
術後の平均はすべて低下した。しかし、最大値は結婚・職業ありでは術後低下したが、結婚・
職業なしでは増大または変化がなかった。【考察】身体のつらさでは術前は無症状の患者も
多いが、術後は創痛があったり患肢側が動かしにくいなど、身体症状があり値が高くなる
傾向がある。気持ちのつらさでは術後平均値は低下するが、結婚なしでは最大値が増加す
ることから個人による差が大きいと考える。【おわりに】乳がん患者の苦痛は婚姻の有無や
職の有無を問わず、日々の看護の中で苦痛の軽減が図れるように関わる必要がある。また
値には表せていない患者もいることを忘れず患者全体を常に観察することが必要であると
考えた。
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P2-168-2
新カリの母性・小児看護学実習における看護学生の「子ども観」の変化と実
習経験との関係性の分析～旧カリの小児看護学実習との比較～
前田∙麻利亜（まえだ∙まりあ）、上田∙竜也（うえだ∙たつや）

NHO 金沢医療センター附属金沢看護学校

小児看護では、看護師が「子どもをどのような存在として捉えているか」がその看護行為に
影響を与えるため、基礎教育で「子ども観」を培うことは重要である。旧カリにおける当校
の小児看護学実習は、2単位90時間をかけて保育園で「健康な児の看護」を、小児科外来・
病棟で「健康障害のある児の看護」を学んできた。昨年度の研究では、実習前後の学生の「子
ども観」を比較検討することで、その変化と変化する要因となった実習経験を明らかにした。
実習前の「子ども観」は、広く浅く分散し2次コーディングにとどまった。それに対して実
習後は、具体的な子どもの姿を捉えた4カテゴリーの「子ども観」に収束された。また、実
習後の「子ども観」に影響を与えた実習中の経験で一番多かったものは保育園での子どもと
の関わりであった。当校では、令和6年度から新カリの母性・小児看護学実習がスタートし
た。それに伴い、学生の「子ども観」に大きな影響を与える保育園実習の時間数が大幅に減
少するため、学生の「子ども観」の育成が懸念される。一方で、母性看護学実習の学びとの
相乗効果も期待したい。母性と小児を一体的に学ぶことで、子どもを生み育てる時期の家
族（育成期）の健やかな成長を支援する連続した看護と捉えることができれば、学生の「子ど
も観」を育むことへの一助となり得るのではないかと考える。今回の研究では、時間数や実
習方法、受け持ち患者の確保など課題の多い母性・小児看護学実習の展開方法や学習内容
を検討するため、実習前後の学生の「子ども観」と実習での経験に関するレポート記述をも
とに修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチで分析しその結果を報告する。

P2-168-1
ルーブリック評価表を用いた学内演習での教育の工夫
天野∙志保（あまの∙しほ）、橋本∙一枝（はしもと∙かずえ）

NHO 呉医療センター附属呉看護学校

【目的】ルーブリック評価表を用いた学内演習の評価点で平均値の一番低い項目が評価点の
上昇に繋がった教育的介入の成果を明らかにする。【方法】「総合看護技術演習I」（1年次：
1単位15時間）において、ルーブリック評価表を用いて、貧血症状のある患者の日常生活
援助を設定し技術試験を行った。対象は、令和4．5年度A校の1年生合計95名。承諾の
有無が評価に関与しないことを説明しデータ報告として公表することに同意を得られた者。
ルーブリック評価表は、評価観点「安全」「安楽」「判断（気づき）」「観察」「説明」「報告」の
6項目で、評価尺度は、4段階とし、教員の他者評価結果を単純集計し報告する。【結果・考察】
令和4年度は、「総合看護技術演習I」の科目評価観点において、平均値の一番低かった評価
項目は、「観察」で平均値2.75であった。令和5年度は、「観察」を強化する目的で教員が作
成した貧血症状のある患者のDVDを視聴し観察の視点を押さえた後、援助方法を工夫し学
内演習に追加し取り組んだ。その結果「観察」の評価観点の平均値は3.45に上昇した。鮫
島らは、看図アプローチを活用した看護技術教育における「観察」概念の学びの中で基礎看
護学領域の観察において「ベッドサイドにおいて看護に必要な情報を，看護の現象を捉える
フィルターを通じて正確に収集できることを身に付けさせる必要がある。」述べている。こ
のことは、今回の教育方法として、学生が、貧血患者の状態を正確に理解し客観的に捉え
ることができるように作成したDVDでイメージ化を図ったこと、患者理解がすすむよう事
前に観察ポイントを整理し、演習を工夫した結果と考える。

P2-167-7
「手術説明時の手術室看護師同席の取り組み」～パンフレットを活用して～
＜第2報＞
栗原∙直子（くりはら∙なおこ）1、柳谷∙麻実（やなぎや∙まみ）1、馬場∙洋美（ばば∙ひろみ）1、廣松∙旭代（ひろまつ∙てるよ）1、
峯∙翼（みね∙つばさ）1、田中∙亜由美（たなか∙あゆみ）1、村田∙綾子（むらた∙あやこ）1、若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）2

1NHO 大牟田病院看護部外来手術室、2NHO 大牟田病院診療部呼吸器内科医師

【目的】A病院は「外来・手術室・中材」が1看護単位である。昨年度手術説明時に同席する
取り組みを行い不安軽減に繋がった。今年度、更にパンフレットを活用し支援と効果を明
らかにする。【方法】半構成的面接を行い患者の反応をKJ法で分類し、同席時パンフレッ
トを用いて術前患者への看護支援を検討する。【結果】2023年度の同席率は73％（前年比
15％増）。今回は、17名（昨年度2名）にインタビューを実施。KJ法で1）「緊張と不安の緩和」
2）「手術のイメージ」3）「手術後の痛みや生活の不安の解決」4）「患者の理解に応じた説明」5）

「看護師の態度」6）「術後の経過」7）「退院後の支援」の7つのカテゴリーに分類。具体的に1）
「手術室に知っている人がいると安心する」2）「パンフレットをみて想像でき手術を受ける
事が出来た」「全身麻酔と硬膜外麻酔の違いがわかった」4）「手術の経験があり不安があま
りなかった」4）「告知後でよく覚えていない」と聞かれた。特に2）ではパンフレットの活用
でイメージが出来、理解に繋がった。患者や家族の理解度や手術に対する精神面を把握し、
パンフレットの必要個所に印をつける等視覚的に情報提供した。動揺している患者には最
小限必要な内容を伝え寄り添うなど工夫した。【考察】患者の反応から手術室看護師が専門
的知見を持ち同席する事は、手術の流れ、不安、疑問に対し、患者の理解力や反応に応じ
た説明ができ、手術に対する緊張や不安の軽減に繋がった。このことからパンフレットの
使用は統一した説明ができ視覚的に情報提供する上で有効であった。今後も患者の客観的
評価を行い周術期看護の向上に繋げていきたい。

P2-167-6
術後訪問定着化に向けた取り組み―業務割を活用した術後訪問実施の可視
化を行って－
工藤∙隆太（くどう∙りゅうた）

NHO 函館病院中材・手術室

【はじめに】当院手術室では、全身麻酔および脊椎麻酔で手術を受けた患者に術後訪問を実
施している。術後訪問は周手術期を通じて、患者に適切な対応ができていたかを振り返る
上で必要であるが、実施表を書き換える手間や術後訪問時の患者の反応を踏まえた術後カ
ンファレンスを実施する時間の捻出が困難なため、訪問実施率の高い状態を維持すること
ができていなかった。そこで業務割を活用し、訪問実施の有無を可視化したことで、実施
率の増加につながったためその結果を報告する。【方法】術後訪問実施後、業務割の看護師
氏名をマーカーペンでチェックをすることを徹底した。業務開始時にリーダーが業務割の
マーカーチェックを確認、術後訪問未実施のスタッフに声がけと訪問が実施できるよう業
務調整を行った。こうした取り組みの実施を継続して行い、取り組み前後の術後訪問率を
比較した。【結果・考察】訪問率は取り組みを開始した9月に82％まで上昇し、その後の4か
月の実施率平均は71.5％と高い状態を維持するができている。スタッフ全員が、毎日必ず
目にする既存の業務割を活用して術後訪問実施の有無を確認することで、訪問の意識づけ
ができたと考える。以上のことから、今回の取り組みが術後訪問率の増加に一定の効果が
あったと考える。【終わりに】訪問実施の可視化の効果をこれからも続け、手術室看護の振
り返りと患者への質の高い看護へ活かしていきたい。
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P2-168-6
当学院作業療法学科の評価実習に対する実習形態の見直しとその現状、対応
水野∙準也（みずの∙じゅんや）、濱川∙麻美（はまかわ∙まみ）、梅田∙雄嗣（うめだ∙ゆうじ）、平松∙敦子（ひらまつ∙あつこ）、
藤部∙百代（ふじべ∙ももよ）、棚瀬∙智美（たなせ∙さとみ）

NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院作業療法学科

【背景と目的】当学院第2学年では、評価実習として身体および精神障害分野で各2週間実
施し、評価計画立案から目標設定までの流れを理解することを到達目標としていた。しか
し、以下のような実習遂行上の問題点があり、到達目標を達成することが困難となってい
た。1.実習期間内に学習内容の理解が十分できない2.行動目標を遂行するのに時間を要し、
積み残しや未実施の課題がみられる3.学生間で評価結果など得られる情報の差がある。以
上の問題点に対し、指定規則改訂を機に見直し、実習を実施した。【見直し案の概要】1.各
分野の実習内容を精査し、分野共通の評価を組み込む形で身体障害分野を4週間とした。な
お、未実施の精神障害分野は、科目単元内容を見直し、補填することとした。2.障害像と
評価計画立案の理解を深める「経過を見る症例」と、疾患に合わせた評価技能を体験する「技
能単位による評価」の2つの到達目標と実習内容に整理した。3.実習で得るべき情報を明確
にした課題シートを導入した。実習前に課題シートの説明と演習を行い、実習後は評価技
術の実技試験や障害像理解のワークを実施した。【現状と対応】改善点は、実習内容や課題
が明確となり学生が一定の体験ができ、学生の理解度に合わせた評価体験や指導者とのや
りとりが十分可能となったことである。実習後の実技試験も学生全員が到達基準の6割を超
えた。しかし、症状による活動制限の関連性の理解が難しく、実習後に教員指導を要した。
課題シートで最低限の情報が得られた分、列挙レベルに留まり根拠や繋がりの深化まで至
らなかった。これらの課題に対しては、新学年科目の中で障害像の理解の深まりを補う介
入を展開している。

P2-168-5
実習における多職種連携の学び　～実習前の多職種連携研修からの考察～
花村∙一葉（はなむら∙かずは）、太田∙恵子（おおた∙けいこ）、谷山∙千賀子（たにやま∙ちかこ）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校

【はじめに】多職種協働の重要性が高まる中、当校においても新カリキュラムでは多職種連
携演習を科目設定しているが、旧カリキュラムの学生は、多職種連携において学ぶ機会が
少ないため、薬学部の学生と共に学ぶ研修を実施した。【目的】多職種連携研修で学びを得
た看護専門課程の学生が臨地実習で多職種連携について得た学びの視点を明らかにする。

【方法】1.A大学の薬学部の学生と共に多職種間で対象の目標達成、ケアの質向上に向けて考
えることを通し、チームワークや役割と責務などを学ぶ機会とした。2.多職種連携研修後
の実習終了後に独自に作成した質問紙を用いて調査を実施、数値入力のものは単純集計を
し、自由記載の一部項目は「テキストマイニングツール」を活用し、キーワードを抽出、出
現頻度を確認した。【倫理的配慮】京都医療センターの倫理審査委員会の承認を得て研究へ
の参加は自由意思であると説明し回答をもって同意を得た。【結果・考察】回答数は54名（有
効回収率64.2％）であった。実習で多職種連携においてさらに理解が深まったことについて、

「チームの目標達成のための行動」、「職種の役割の理解」、「前方支援、後方支援」、「看護師
の専門性」、「情報共有の重要性」の5カテゴリーに分類した。実習後における多職種の役割
の理解度では、自己の職種の理解が高くなっており、その次に薬剤師の職種の理解が高く
なっていたことから、実習前に研修を行ったことが影響していると考えられる。【結論】実
習前に多職種連携研修を通して学びを深めることは、実習において職種の理解を深めるこ
とにつながった。

P2-168-4
当学院作業療法学科第1学年の実習における体験内容の均てん化と到達度
把握にむけた取り組み
梅田∙雄嗣（うめだ∙ゆうじ）、水野∙準也（みずの∙じゅんや）、濱川∙麻美（はまかわ∙まみ）、平松∙敦子（ひらまつ∙あつこ）、
藤部∙百代（ふじべ∙ももよ）、棚瀬∙智美（たなせ∙さとみ）

NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院作業療法学科

【目的】
令和2年度より新カリキュラムに変更となり1年生の実習への影響はないものの、当学院作
業療法学科では従来からのレポート課題重視の形態であり、学生の能力差による課題遂行
状況の相違から到達度も学生間で大きな差があった。また、評定では知識・技術面、態度
面が混在し、学生の問題が捉えにくかった。結果、実習における学生の到達度が教員・学
生自身に分かりにくく、その後の未達成部分に対する介入の難しさにつながっていた。今回、
学生－実習施設－学院の三者で認識を統一し、実習の体験内容や到達度把握を明確にする
ことを目的として1）実習課題と2）評定を見直した。

【実施の流れ】
3分野で各1週間の見学実習を行うにあたり、1）に対し機能・役割、作業療法について学
習する課題シートを導入し、デイリーノートでは見学した一場面に対し治療構造や観察内
容を記載するようにした。2）に対し知識・技術面、態度面ごとに到達度評価を行えるよう
にし、課題達成度と評定を関連づけた。また、実習前セミナーでは授業とのつながりをもっ
て課題の体験を行い、実習後セミナーでは分野別に課題シートの内容を発表し、最終的に
教員による評価を行った。

【結果および考察】
実習前に課題を学生が体験し、事前に実習指導者に説明したことで、実習の体験内容は課
題を活用しながら概ね均てん化をはかることができた。また、評定項目や方法を見直した
ことで個々の学生の到達度が明確となり、不十分な学生には焦点化した課題に取り組むこ
とですべての学生が到達レベルに至った。見学実習で学んだ分野ごとの特徴や治療構造に
関するイメージをもとに、2年次の専門科目では体験内容に即した授業を展開している。

P2-168-3
実習評価表からみた学生の分娩期ケア能力の到達度
並崎∙直美（なみさき∙なおみ）1、柚木∙麻央（ゆのき∙まお）2、伊藤∙美栄（いとう∙みえ）1

1NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校、2NHO 大阪医療センター附属看護学校

【目的】助産学生の分娩期ケア能力の到達度の実態と今後の課題を明らかにする。【方法】1.日
時：2023年7月～ 2024年1月。2.対象：A校（1年課程）学生18名。3.評価表：伊藤ら

（2019）のOSCE評価表を改変し10大項目30下位項目のルーブリック式の実習評価表を
作成した。4.実習状況：総数172件（最低9例,最高10例,平均9.6例。5.事例背景：正常
42件（24.4％）,医療介入130件（75.6％）6.分析方法：評価表30項目の平均点と得点率を
算出し1 ～ 10例目までの推移をみた。得点率70％以上の項目を「到達」とみなし、各項目
の到達度を検討した。7.倫理的配慮：所属機関の倫理審査委員会の承認を得た（22-037）。

【成績】分娩介助9 ～ 10例目において、下位項目26項目（9割弱）が到達した。未到達は「12.
家族への支援」「16.児頭娩出」「18.躯幹娩出の介助」「24.軟産道診察」の4項目であった。【結
論】「2.初期診断」の到達時期は3例目より5割を超え、7例目以降で到達していた。未到達
の「16.児頭娩出」「18.躯幹娩出」は難度が高い技術であり、5例目以降で自ら実施に至るが、
異常に移行し指導者と交代する場面もあり、10例目の到達が6割にとどまった。「24.軟産
道診察」は膣鏡を用いた診察を評価基準としたが、医師が行う施設が多く、評価基準が高い
ことが明らかになった。「12.家族への支援」は面会制限が影響していた。ハイリスク分娩が
年々増えており、未到達項目が今後増えることが見込まれる。これらのことをふまえ、評
価基準の見直しや、教育方法の工夫が必要である。
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P2-169-3
入院中のリハ回数調整が収益に与える効果
羽田∙楓（はだ∙かえで）、松尾∙剛（まつお∙つよし）、守谷∙梨絵（もりや∙りえ）、大石∙達也（おおいし∙たつや）

NHO 岡山医療センターリハビリテーション科

はじめに　入院患者に対するリハビリテーション（以下、リハ）ではリハ目標に到達してい
るにも関わらず、退院まで漫然とリハを継続していることがある。そこで多職種カンファ
レンスにてリハの継続の可否を協議し、入院中でもリハの終了や回数調整を実施する試み
をおこなったので報告する。方法と対象　対象は廃用症候群リハビリテーションに該当す
る患者で、退院日までリハを継続したA群186名とリハの継続を協議したB群195人に分
類した。B群については、歩行移動能力、セルフケアの自立度や自主訓練の実行能力等を多
職種カンファレンスにて検討し、リハ継続の必要性や回数調整を決定した。A群・B群を比
較するために、〇実施単位数　〇リハ終了もしくは回数調整をおこなった患者数　〇1単位
当たりの単価（PRO2020による計算値）〇ADL低下の有無を調査した。結果　実施単位数
は月平均1452.3単位であった。リハの終了もしくは頻度調整をおこなった患者数はA群3
人、B群23人であった。1単位当たりの単価はA群219.8点、B群225.0点であった。リ
ハ終了後から退院までの間に患者ならびに医療スタッフからADLが低下したという報告は
なかった。考察1単位当たりの単価が5.2点増加したことで、実施単位数を加味すると一月
当たり7552.0点の収益増加が見込まれる。さらに、必要性の高い新規処方の患者に対して
早期から提供単位数を確保できるためリハの充実にもつながると考えられる。リハ終了後
はカルテのモニタリングに加え、看護師と連携し自主練習を促進したことでADLの低下を
防げたと考えられる。また、今回の取り組みは臨床現場での業務量調整の一助になると考
えられる。

P2-169-2
脱新型コロナウィルス感染症からの戦略的病床コントロール ～事務部・看
護部のチーム連携～
北野∙喜恵（きたの∙きえ）1、大群∙由貴子（おおむれ∙ゆきこ）1、井上∙範子（いのうえ∙のりこ）1、丸山∙誠二（まるやま∙せいじ）2

1NHO 熊本南病院看護部、2NHO 小倉医療センター事務部

【背景】当院（172床：一般150床、結核22床）は令和2年8月から新型コロナウイルス感
染症患者を受け入れるため、内科・結核ユニット病棟（一般32床、結核22床）をコロナ専
用病棟（最大14床）として運用を開始し、延べ461名を受け入れ地域に貢献した。一方で
コロナ自体が感染症5類へ移行することに伴い、休止している一般病床をどのように再開す
るのかの課題があった。【取組】院内にて令和4年から再開に向け検討を重ね、5類へ移行す
るタイミングでコロナ患者を受け入れながら一般病床を一部再開（4床）、その後も段階的に
拡大し、現在28床で運用している。また、コロナ禍において診療収益の減収を食い止める
ため急性期一般入院料1を上位取得したが、一般病床再開に伴い取得要件（在院日数、看護
必要度）の維持、患者数増加を図るための「病床コントロール」が絶対必須と考えた。その体
制として地域連携係長が責任者となり在院日数調整や外来からの緊急入院患者受け入れ調
整等の病院全体の動きを担った。【結果】コロナ禍（令和2年8月～令和5年4月）における1
日平均入院患者数は94.8名、5類以降の1日平均入院患者数は105.3名と増加した。さら
に、平均在院日数も15.8日、看護必要度は平均31.7％と、急性期一般入院料1を維持出来
ている。段階的な再開にむけ関係者による病棟運営の検討を重ねた結果、大きな混乱もな
く再開でき、むしろ積極的な救急患者の受け入れ増加に繋がった。加えて、今までにない
病棟運営効率化が実現出来た。【考察】今回の取組は看護部による病床コントロールと共に
事務部によるデータ分析・資料や様々な提案により、病院全体に「病床コントロールの必要
性」が浸透したものと考える。

P2-169-1
リハビリテーション実施計画書の算定率向上に係る取り組みと効果
桑本∙美由紀（くわもと∙みゆき）、小林∙理英（こばやし∙りえ）

NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】リハビリテーション総合実施計画書（以下、リハ計画書）はリハビリテーション
部門の重要な収益項目のひとつである。当院では2019年度のリハビリテーション総合計画
評価料（以下、リハ計画評価料）の算定率が85％以下であり、2020年度に科内でルール整
備や未算定件数の減少に対する取り組みを行った結果、算定率が向上したので報告する。【方
法】調査期間は2020 ～ 2023年度、主な取り組み内容は1.本人からの同意取得が困難な
場合や面会制限等で家族に会えない場合の郵送対応への変更2.カンファレンスから郵送ま
での期間の短縮3.リハ計画書の運用について職種別に役割分担を実施4.算定忘れ防止に向
けた職員啓発5.未算定理由の調査と職員へのフィードバック。調査項目はリハ計画評価料
の算定率で、全算定率＝全算定件数/全算定対象者数、修正算定率＝全算定件数/（全算定
対象者数－算定困難者数）で算出した。算定困難者とは未返送や短日介入等で算定要件が整
わない患者とした。【結果】全算定率は2020年度86.5%、2021年度87.0%、2022年度
91.2%、2023年度90.8%。修正算定率は2020・2021年度が98.0%、2022・2023年
度は99.3%であった。リハビリ科要因の未算定件数は減少した。算定困難者数は減少傾向
だが、一定数は存在した。【考察】患者家族と会えない場合でも電話連絡での説明と共に郵
送対応でリハ計画書を提示することが可能となり、発送までの期間を短縮したため月内の
返送が増加した。職員の役割が明確化しリハ計画書の事前準備から算定までの手順がスムー
ズに進行した。未算定理由のフィードバックでリハ科要因の未算定件数が減少した。以上
の理由が算定率向上に繋がったと考えられる。

P2-168-7
関東信越グループ看護学校6校の「2009共通カリキュラム」における「臨
床看護技術演習」の実状
大山∙和己（おおやま∙かずき）1、高梨∙亜紀子（たかなし∙あきこ）2

1NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校、2NHO 新潟病院附属看護学校

【目的】独立行政法人国立病院機構関東信越グループ内附属看護師養成所では第4次カリ
キュラム改正時より共通カリキュラムを使用している｡ これにより附属看護学校教育の質
を高めると同時に教育レベルの均衡を図り機構施設就職者の卒後教育が継続できることを
目的としている。また教員が関東信越グループ内の学校へ異動しても速やかに授業が行え
るメリットがある｡ ｢2009共通カリキュラム｣（第4次カリキュラム）において専門分野の
｢看護の統合と実践｣に複合的な援助技術を要する対象への個別的援助技術を習得すること
を目的に｢臨床看護技術演習｣が設定されていた。｢2009共通カリキュラム｣を導入した当
初の目標・内容は統一されていたが、年数が経つにつれ各校独自の目標や教育内容になっ
た。そこで各学校が教育内容を変更した経緯や意図を明らかにし｢2022共通カリキュラム｣

（第5次カリキュラム改正）の「臨床看護技術演習」教授活動への示唆としたい。【対象】1.国
立病院機構関東信越グループ内看護学校所属教員　2.2009共通カリキュラムで臨床看護技
術演習を担当し主担当経験がある教員（各校1名程度）【方法】インタビュー（対面もしくは
WEB）【インタビュー内容】臨床看護技術の教授方法（事例含む）を選択した理由や工夫した
点など【分析方法】インタビュー内容を質的記述的分析した。
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P2-169-7
「化学療法のレジメンの妥当性を評価し、承認する委員会」の効率的運用を
目指した再構築
小井土∙啓一（こいど∙けいいち）1,2、佐藤∙公彦（さとう∙きみひこ）1,2、堀田∙恵美子（ほった∙えみこ）1,3、島崎∙文（しまざき∙あや）1,3、
新藤∙学（しんどう∙まなぶ）1,2、松田∙悟郎（まつだ∙ごろう）1,4

1NHO 横浜医療センターがん化学療法委員会、2NHO 横浜医療センター薬剤部、 
3NHO 横浜医療センター看護部、4NHO 横浜医療センター外科/kagak

【背景】
外来化学療法診療料・化学療法加算の算定には「化学療法のレジメンの妥当性を評価し、承
認する委員会」の設置が義務付けられている。しかしながら日時を限定した集合開催の委員
会に「各診療科の医師の代表者」が漏れなく出席することは難しく、より適切に審査を行う
工夫が求められた。そこで、横浜医療センターでは2023年度に委員会組織を改編・再編し、
院内グループウエアを活用した審査へ変更した。

【目的】
再編された「化学療法のレジメンの妥当性を評価し、承認する委員会」の運用を評価するこ
と

【方法】
審査記録より審査開始から審査終了までの日数を測定した。また、グループウエア内にお
いて「各診療科の医師の代表者」「業務に携わる看護師、薬剤師」が承認の意思表示をするま
での日数を「承認要件を満たすまでの日数」として測定した。

【結果】
2023年度の申請件数は26件、うち審査されたものは20件、審査準備に時間を要して次年
度持ち越しとなった審査が6件あった。審査開始から審査終了までの日数中央値は8日[範
囲：2-12]、承認要件を満たすまでの日数の中央値は6日[2-8]であった。

【考察と課題】
院内グループウエアによる審査はそれほど多くの時間を要することなく「各診療科の医師の
代表者」の参加を可能にした。かつ、審査の経過が可視化されることや各代表者の意思・意
見が明瞭になることも長所になると考えられる。申請から審査までの準備と、承認からレ
ジメン登録までの事務局（薬剤部）作業で発生するタイムラグは引き続き課題である。

P2-169-6
3テスラMRI導入に向けての取組について
船橋∙正弘（ふなはし∙まさひろ）

NHO 南京都病院事務部企画課経営企画室

【目的】当院では2013年3月より1.5テスラのMRI装置を運用しているが、耐用年数も超え
ており、また当院の診療機能の一つである脳神経内科診療において、より診断精度を向上
させるためにも3テスラのMRIを導入したいと考えた。しかしながら、3テスラMRIに更
新するためには、10年以内に投資回収を実行することが要件となる。投資回収を可能とす
るために必要な対応策を、現状の課題とともに検討した。

【課題】試算の結果、投資回収に関しては、年間約2,000件のMRI撮影件数が必要であった。
R5年度の当院の実績は年間約1,300件であり、700件の件数増が必要となる。まずは脳神
経内科、診療放射線科、地域医療連携室、事務部門で、撮影件数を増加させるための課題
及び対策の意見出しを行った。

【検討】脳神経内科からは、現状MRIの撮影枠が40分で1枠になっているところを30分1
枠に変更し、またシークエンスの部位別・目的別セットを増やすことで、より効率的にオー
ダーを入れられるようにする、等の提案があり、そうした提案の実施にはどのような課題
があるか、具体的に関係する部門と対応について検討した。

【結論】今年度より新たな取り組みを開始したところであり、今後も引き続き各部門と協力
しながら、病院全体で課題解決に向けて取り組み、3テスラMRIへの更新を実現させたい。

P2-169-5
病床再編・結核病床減床による効果
井ノ本∙洋平（いのもと∙ようへい）

NHO 近畿中央呼吸器センター事務部

【はじめに】
Covid-19により患者数が激減し、5類以降後も患者数が戻らない状況である。その影響も
あり、当院の令和5年度の収支状況が大幅に赤字となっている。

【目的】
赤字運営を打開するため改善策を講じたが、患者数は戻ってこない。そのため更なる改善
策を講じる必要があり検討を行った。

【方法】
まず患者数が激減したことから、病棟再編を検討した。看護部との調整を行い、看護師採
用を抑制することで、人員の調整を行うこととした。
次に結核病床の減少を検討した。結核患者については、令和4年度の全国の病床利用率は
27.4％、患者数が多い大阪府でも55.8％である。当院においても令和5年度の実績は66％
であり、年々減少傾向にある。そこで当院においても15床まで減床させることで、行政と
複数回に渡り話し合いを行った。行政側からは15床は過少との意見からモデル病床8床運
用で理解は得られた。

【結果】
病棟再編として、一般病床50床のうち25床を減床。残りの25床は、結核病床40床を15
床にし、空いた25床分をその一般病床（内8床モデル病室）とした。

【考察】
これにより以下の削減が見込まれる。看護師等の人件費として▲547百万円、経費として
▲20百万円の削減により、合計567百万円の削減が見込まれる。

【結語】
今回の更なる改善策により改善は見込まれるが、それでも赤字解消ができない。そのため
更なる取り組みが必要である。そこで以下の取り組みを行い、赤字脱却を目指す。
　・診療報酬の積極的算定
　・集患サービスの導入による効率的・効果的なクリニックへの広報活動
　・市民公開講座やYouTube配信などによる患者さん向けの広報活動
　・訪問看護ステーションの開設

P2-169-4
沖縄病院救急外来の国際疾病分類（ICD-10）に基づく患者構成
徳元∙翼（とくもと∙つばさ）1、比知屋∙春奈（ひちや∙はるな）1、長岡∙徹哉（ながおか∙てつや）2、西濱∙るみ子（にしはま∙るみこ）3、
大湾∙勤子（おおわん∙いそこ）4

1NHO 沖縄病院情報管理室、2NHO 沖縄病院事務部企画課経営企画室、3NHO 沖縄病院看護部、 
4NHO 沖縄病院院長

【目的】2022年度診療報酬改定により、一般病床における地域包括ケア病棟入院料の算定
要件に救急病院であることが追加された。それを踏まえて、当院は救急病院の告示を受け、
2023年3月から本格的な受け入れを開始した。国際疾病分類（以下、ICD）に基づく患者構
成を報告する。

【方法】2023年3月から2024年3月までに救急外来を受診した184人を対象とし、年齢、
性別、居住地、来院方法、転帰（入院・転院搬送・帰宅）、ICDに基づく疾病分類を集計した。
入院した患者は退院時要約の主病名を引用し、帰宅した患者は診療録を参照して分類した。

【結果】平均年齢66.6±18.5歳、男性100人（54.3%）、救急車で来院68人（37.0%）、入
院111人（60.3%）、転院搬送10人（5.4%）、帰宅63人（34.2%）であった。109人（59.2%）
が宜野湾市とそれに隣接する市町村に居住していた。入院した患者は新生物（32.4%）、呼
吸器疾患（28.8%）、神経疾患（8.1%）、帰宅した患者は呼吸器疾患（38.1%）、損傷・外因
の影響（20.6%）の順で多かった。

【考察】主として、定期通院患者の悪化、感染症、医療行為の合併症、外傷で構成されてい
ることが明らかになった。帰宅した患者の46.0%はCOVID-19を含む急性上気道感染症ま
たは感染性胃腸炎であり、緊急性のない患者が時間外に受診している可能性が示唆された。
高次救急病院に転院搬送された患者の80.0%は循環器疾患、頭蓋内損傷で、該当診療科の
常勤医が在籍していないことで対応困難だったと考えられる。

【結語】今後は地域の医療ニーズにどの程度対応しているかを評価するために、救急車応需
率や不応需の理由を把握する必要がある。
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P2-170-4
ALSにおける黒質線条体系病理、ドーパミントランスポーターシンチおよ
びParkinsonismの検討
本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,2、櫻田∙直了（さくらだ∙なおのり）1,3、
渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）2、熊副∙洋幸（くまぞえ∙ひろゆき）4、森∙慎一郎（もり∙しんいちろう）3、
入江∙研一（いりえ∙けんいち）3、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）2、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）2、宮本∙晃多（みやもと∙こうた）4、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）2、笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）2

1NHO 大牟田病院神経病理センター、2NHO 大牟田病院脳神経内科、 
3久留米大学医学部内科学講座呼吸器・神経・膠原病内科学講座部門、4NHO 大牟田病院放射線科

【目的】筋萎縮性側索硬化症（ALS）は、上位・下位運動神経ニューロンが選択的に障害され
る致死的な神経変性疾患である。一部の患者では、その臨床経過において動作緩慢/稼働
などParkinsonimをしめすことが知られている。本研究では、ALS剖検例において、DAT

（dopamine transporter）免疫染色も含めた黒質線条体系の病理学的所見とDAT-SPECT
を併せ検討した。【方法】孤発性ALS（sALS: case 1-5）5例と遺伝性ALS（ALS-FUS: case 
6）1例、非ALS（Parkinsonimなし）3例を検討した。免疫組織化学的に、DATやリン酸化
tau、リン酸化α-synuclein、リン酸化TDP-43などを検討した。また、生前のドーパミン
トランスポーターシンチ（DAT-SPECT）から両側線条体の平均SBRを測定した。【結果】4例

（sALS case 1、2、3、ALS-FUS case 6）でSBRの低下がみられた。sALS case 4、5は
DAT-SPECTは未施行であった。SBRが低下していたsALS case 1、2、3、ALS-FUS case 
6では、組織学的に黒質変性は中等度から高度で、被殻のDAT陽性像も中等度から高度に
低下していた。sALS case 4-5では黒質変性は軽度であるが、被殻のDAT陽性像は中等度
低下を示した。黒質線条体系にtauやα-synuclein、TDP-43の沈着はほぼみられなかった。
ALS-FUS case 6では、FUS凝集物を高度にみとめた。sALS case 2とcase 4ではFTLD-
TDP type Bをみとめた。【考察・結論】症例により程度の差はあるが、全症例で黒質変性と
被殻DAT陽性像の低下をみとめた。黒質線条体系ではALS-FUSにおけるFUSを除いて、
TDP-43やtauなどの異常凝集物は目立たず、これらの分子に関わらない病態が示唆された。
FTLD-TDP type Bや加齢の影響も含め、今後の検討が重要である。

P2-170-3
当院神経病理解剖例における臨床病理相関－進行性核上性麻痺の臨床診断
は難しい
中田∙聡子（なかだ∙さとこ）1、石田∙千穂（いしだ∙ちほ）2、高橋∙和也（たかはし∙かずや）2、本崎∙裕子（もとざき∙ゆうこ）2、
山口∙浩輝（やまぐち∙ひろき）2、田上∙敦朗（たがみ∙あつろう）3、角田∙由美子（かくだ∙ゆみこ）1、佐藤∙那花（さとう∙ともか）1、
安本∙由佳（やすもと∙ゆか）1、松田∙愛子（まつだ∙あいこ）1、佐藤∙正幸（さとう∙まさゆき）1、駒井∙清暢（こまい∙きよのぶ）2

1NHO 医王病院研究検査科、2NHO 医王病院脳神経内科、3NHO 医王病院内科

【目的】神経変性疾患診療では正しい臨床診断（cDx）が期待されるが、病理解剖による解析
ではときに病理診断（pDx）が異なることがある。当院の神経病理解剖例についてcDxと
pDxが異なった症例の特徴を明らかにする。【方法】当院で2008 ～ 2022年に行われた病
理解剖144例のうち神経病理学的に解析された138例についてcDxとpDxを比較検討し
た。【結果】年齢は39 ～ 97歳（平均71.5歳）、男81例、女57例。cDxの内訳は筋萎縮性
側索硬化症（ALS）63例、パーキンソン病（PD）14例、多系統萎縮症（MSA）13例、筋強直
性ジストロフィー（MD）と進行性核上性麻痺（PSP）9例、皮質基底核変性症（CBD）とマチャ
ド・ジョセフ病（MJD）4例、多発性硬化症（MS）3例、レビー小体型認知症（DLB）、ハン
チントン病（HD）、アルツハイマー病（AD）、パーキンソン症候群、視神経脊髄炎（NMO）
2例、その他9例。pDxの内訳はALS 64例、レビー小体病（LBD）17例、MSA 14例、
MD、PSP 9例、MJD 4例、CBD、MS、慢性ミオパチー 3例、HD、AD、NMO 2例、
その他 7例。cDxとpDxの一致率は95％、cDxとpDxの不一致は7例であった。cDx/
pDx不一致例のcDxはPSP、PDが各3例、CBDが1例で、5例でパーキンソニズムを有し
ていた。cDx-PSPのpDxはLBD 2例、虚血性変化＋ALS 1例、cDx-PDのpDxはPSP 2例、
MSA 1例、cDx-CBDのpDxはPSPであった。cDx/pDx不一致例でcDxまたはpDxが
PSPであった症例が6例（86%）と多かった。cDx-PSPの陽性的中率/正診率は67%/96%
で、PD+DLB（79%/95%）、ALSとMSA（100%/99%）、MD（100%/100%）に比し低かっ
た。【結論】当院神経病理解剖例におけるcDx/pDx不一致はパーキンソニズムを有する症例
で多く、PSPの臨床診断が難しいことが明らかになった。

P2-170-2
アミロイドPET陽性であったLewy小体型認知症の一剖検例
高嶋∙浩嗣（たかしま∙ひろつぐ）1,2、寺田∙達弘（てらだ∙たつひろ）1,2、川口∙典彦（かわぐち∙のりひこ）1、
松平∙敬史（まつだいら∙たかし）1,2、荒木∙保清（あらき∙やすきよ）1、杉浦∙明（すぎうら∙あきら）1、尾内∙康臣（おうち∙やすおみ）2,3、
松原∙知康（まつばら∙ともやす）4、原∙愛徒（はら∙まなと）5、齊藤∙祐子（さいとう∙ゆうこ）5、村山∙繁雄（むらやま∙しげお）6、
小尾∙智一（おび∙ともかず）1

1NHO 静岡てんかん・神経医療センター脳神経内科、 
2浜松医科大学光医学総合研究所生体機能イメージング分野、3浜松光医学財団浜松PET診断センター、 
4徳島大学病院脳神経内科、5東京都健康長寿医療センター高齢者ブレインバンク、 
6大阪大学大学院小児発達学研究科附属子どものこころの分子統御機構研究センターブレインバンク・
バイオリソース部門・医学系研究科神経内科学

症例は死亡時72歳男性。66歳時に夜間のせん妄を発症し、脳血流SPECTで楔前部と後部
帯状回に集積低下を認め前医でアルツハイマー型認知症と診断された。67歳時に動作の遅
さがみられるようになり当院を初診となった。神経学的所見では仮面様顔貌、左上肢の寡
動、姿勢反射障害、自律神経障害を認めた。神経心理学的検査では注意障害、近時記憶障害、
視空間認知障害の存在が示唆され、MMSEは19/30であった。[18F]FDG-PETでは両側側
頭葉から頭頂葉、後部帯状回から楔前部の集積低下を認め、[11C]PiB-PETでは皮質にびま
ん性の集積を認めた。臨床症状からLewy小体型認知症（DLB）と診断しPET所見よりアル
ツハイマー病の合併を疑った。ドネペジルを開始し夜間のせん妄が顕著に改善し、L-dopa
とゾニサミドで運動症状の改善も認めた。71歳時より嚥下障害が出現し72歳時に誤嚥性
肺炎で死去し剖検となった。病理組織学的には脳幹から辺縁系、大脳皮質に広範にLewy小
体を認め、中心前回にも少数のLewy neuriteを認めた。老人斑を中心前回を含む広範な新
皮質、線条体および小脳に認めたが、神経原線維変化は側頭葉内側部には認めるものの新
皮質では頭頂葉や後頭葉の一部に比較的少数を認めるのみであった。以上より病理学的に
DLB common formと診断した。DLBではアミロイドPETが51％で陽性になるとも報告
され、アルツハイマー病の疾患修飾薬の適応を決定する際にはDLBを十分に除外する必要
があると考える。

P2-170-1
早期発症型DRPLAの一剖検例
櫻田∙直了（さくらだ∙なおのり）1,2、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,3、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）3、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）3、
荒畑∙創（あらはた∙そう）3、司城∙昌大（しじょう∙まさひろ）1,4、森∙慎一郎（もり∙しんいちろう）1,2、入江∙研一（いりえ∙けんいち）1,2、
山本∙明史（やまもと∙あきふみ）3、笹ヶ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）3

1NHO 大牟田病院神経病理センター、 
2久留米大学医学部内科学講座呼吸器・神経・膠原病内科学講座部門脳神経内科、 
3NHO 大牟田病院脳神経内科、4九州中央病院脳神経内科

【症例】死亡時42歳男性。13歳時から全般性痙攣発作あり、高校卒業時点で知能低下がみ
られた。19歳時に手指の不随意運動、ふらつき、構音障害、認知機能障害が目立ち、24歳
時に遺伝子検査にて歯状核赤核淡蒼球ルイ体萎縮症（DRPLA）と診断された。その後、ミオ
クローヌスや錐体路障害、高次脳機能障害（構成失行）、左優位の両上肢姿勢時振戦と四肢
失調がみられ、32歳時より経管栄養となり、以後誤嚥性肺炎を繰り返し死亡した。【病理
所見】脳重量は1142gで全体的に萎縮していた。淡蒼球は変性着色しており、淡蒼球外節
や視床下核の萎縮が目立った。海馬は軽度萎縮していた。小脳は歯状核の萎縮・変性着色
がみられた。脳幹は中脳や橋被蓋部が萎縮していた。組織学的には、小脳歯状核では高度
なグルモース変性と上小脳脚の変性がみられた。同部位は、抗ポリグルタミン抗体（1C2）
免疫染色やp62染色で神経核内封入体（NII）は明らかでないが、核びまん性陽性像や細胞
質の顆粒状・びまん性陽性像を認めた。一方で、小脳顆粒神経細胞は脱落は軽度だが1C2、
p62陽性のNIIや核びまん性陽性像を多く認めた。歯状核―赤核―視床後外側腹側核や淡蒼
球―視床下核でも中等度から高度の神経細胞脱落があり、1C2やp62陽性のNIIや核びま
ん性陽性像、細胞質びまん性陽性像を認めた。NIIは少数で核びまん性陽性像が多数、かつ
1C2陽性よりもp62陽性が優勢であった。大脳新皮質や海馬においても、NIIや核びまん性
陽性像は多くみられ、特に小型神経細胞やアストロサイトに目立った。【考察】1C2やp62
陽性のNIIや核びまん性陽性像は、変性部位のみならず広範囲に中枢神経系に分布しており、
多岐にわたる症状との関連が示唆された。
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P2-171-1
心不全を誘因とした二次性躁病に対して, アリピプラゾールが有効であっ
た症例
古庵∙伊吹（こあん∙いぶき）

NHO 東広島医療センター初期臨床研修医

【はじめに】高齢発症の躁状態は, 診断にあたって二次性躁病が鑑別にあがる. ステロイドな
どの薬剤性や甲状腺機能亢進症などの器質性の躁状態はときに経験するが, 今回はあまり報
告されていない心不全が誘因と思われる二次性躁病を経験し, アリピプラゾールが著効した
ので報告する.【症例】67歳女性既往歴に完全房室ブロックでペースメーカー植え込み術試
行歴あり, X年1月, 心不全に対しての精査加療目的に入院された. 入院後から多弁, 気分高
揚あり, その後も悪化傾向であり, 心臓カテーテル検査等予定していたが行える状況でない
為, 入院10日目に精神科コンサルトされた. せん妄は否定的で明らかなストレス因はなく, 
心不全以外の基質因や誘因となる薬剤も認めず, 心不全による二次性躁病を疑った. アリピ
プラゾールを主剤に薬物療法を開始し, 開始5日目にはやや多弁は残存するが躁病の症状は
速やかに軽減した. 各種身体的検査および心不全の加療も行え, 入院19日目に退院された. 
退院後外来でフォローし, X年9月にアリピプラゾールを漸減中止した. 以降躁状態再発な
く経過している.【考察】心不全を誘因とした二次性躁病に対し, アリピプラゾールで速やか
に症状軽減できた症例を経験した. 本症例は心不全の精査治療中であり十分な鑑別は行えて
いないが, 可能な範囲で身体所見や検査を行い, 心不全を誘因とした二次性躁病と診断した. 
二次性躁病の治療については抗躁薬や抗てんかん薬等の薬物療法が推奨されているが, 本症
例の経験から, 双極性の治療と同様にアリピプラゾールなどの非定型抗精神病薬も有効であ
ることが示唆された. ただし文献や報告は少なく, 今後の症例の蓄積が必要と思われる.

P2-170-7
Native-PAGEによる蛋白のオリゴマー化の検出
瀬尾∙めぐみ（せお∙めぐみ）、牧∙由紀子（まき∙ゆきこ）、住友∙日香（すみとも∙にちか）、大島∙玲子（おおしま∙れいこ）、
三ツ井∙貴夫（みつい∙たかお）

NHO とくしま医療センター西病院臨床研究部

背景：私達はパーキンソン病をはじめとした神経変性疾患の分子病態の解明にリコンビナ
ント蛋白を使用している。しかしながら、せっかく精製したその蛋白がnativeな状態にあ
るのか、あるいはミスフォールドによりオリゴマー化しているのかを判別することは容易で
はない。我々はオリゴマー化の有無を検出するため、Native-PAGE（polyacrylamide gel 
electrophoresis）を試みた。対象と方法：中国N社でH2B蛋白を2回発注した。また市販
のNEB社H2B蛋白を購入し、Ponceau S、およびATTO のキットを使用しBN-PAGEを
行った。3サンプルともSDSを含まないサンプル bufferを加えPonceau S含トリス緩衝液
およびトリス緩衝液にて150V低電圧で3時間泳動した。泳動後の脱色液は、50％メタノー
ル、10％酢酸を使用した。またBN－PAGE改良版のClear　Native PAGEも試みた。結果：
Ponseau Sを使用した方法は全くうまくいかなかった。キットを使用すると泳動はできた
がマーカーだけが染まらなかった。しかし泳動後にCBB染色を行うと染めることができた。
CBB染色ゲルを脱色すると分離した蛋白を検出することができた。結果的に、市販の蛋白
ならびに2回目のカスタムオーダーの蛋白はオリゴマー形成が認められた。まとめ：国内で
はsec-HPLCを受託する業者がほとんどなく、仕方なく自信はないが自分たちでもできそう
なBN-PAGE技術の取得を試みると、試行錯誤ののち習得することができた。今後も新たな
技術に挑戦していきたい。

P2-170-6
パラフィン包埋（FFPE）標本の蛍光核染色の難しさ
牧∙由紀子（まき∙ゆきこ）1、大島∙玲子（おおしま∙れいこ）1、住友∙日香（すみとも∙にちか）1、瀬尾∙めぐみ（せお∙めぐみ）1、
三ツ井∙貴夫（みつい∙たかお）1、赤木∙明生（あかぎ∙あきお）2、陸∙雄一（りく∙ゆういち）2、岩崎∙靖（いわさき∙やすし）2

1NHO とくしま医療センター西病院臨床研究部、2愛知医科大学加齢医科学研究所

背景：剖検病理組織は、通常、長期室温保存できるパラフィン包埋（FFPE）されている。同
標本は免疫染色の際、何らかの抗原賦活化処置が必要となる。我々は、FFPE剖検脳組織を
免疫蛍光染色する中で、核を蛍光色素で染色すること、特にドーパミン神経細胞核の染色
の困難さに直面している。本学会では、現在取り組んでいる蛍光核染色の方法について報
告する。対象と方法：PD患者中脳FFPE剖検薄切標本を、脱パラフィンの後24種類の抗
原賦活化処置を実施した。具体的には市販の抗原賦活化液や、種々のBuffer、pH、界面活
性剤を使用し、圧力鍋などを用いて加温した。さらに新たにソニケーション処理を試みた。
核 染 色 液 はDAPI 2種 類, Hoechst（33258,　33342）, Nuclear Blue（AAT Bioquest, 
Inc.）の5種類を試した。なお、免疫染色としてチロシン水酸化酵素およびヒストン（H2B）
を染色した。結果：ほとんどすべての処置において小細胞の核は良好に染色されたが、大
細胞の核の染色性は認められなかった。ただし、ソニケーションを行った時は、大細胞核
にもわずかだが染色性が認められた。結論：現在まで計57回試みたが、まだ満足いく核染
色には至っていない。今後はソニケーションの条件を変更し、その効果をさらに検討して
いく予定である。

P2-170-5
脳梁菲薄化を伴う痙性対麻痺3例の臨床病理学的検討
森∙慎一郎（もり∙しんいちろう）1、本田∙裕之（ほんだ∙ひろゆき）1,3、荒畑∙創（あらはた∙はじめ）3、
櫻田∙直了（さくらだ∙なおのり）1,2、渡邉∙暁博（わたなべ∙あきひろ）3、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）3、山本∙明史（やまもと∙あきふみ）3、
笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）3

1NHO 大牟田病院神経病理センター、2久留米大学病院脳神経内科、3NHO 大牟田病院脳神経内科

【症例】症例1は死亡時57歳女性。25歳から痙性対麻痺、精神発達遅滞を認めた。症状進
行し、40歳頃に寝たきりとなった。同症を兄に認め、遺伝子検査にてSPG11の診断となっ
た。症例2は死亡時50歳女性。16歳時に痙性対麻痺、精神発達遅滞を認めた。症状は進行し、
45歳には寝たきりとなった。同症を妹に認めた。症例3は死亡時46歳の男性。17歳から
下肢痙性、認知機能低下を認め、35歳には寝たきりとなった。明らかな家族歴は認めなかっ
た。【病理】3例とも高度の大脳萎縮と脳梁菲薄化を認め、脊髄の変性も認めた。組織所見で
は大脳、脳幹の神経細胞脱落が顕著であり、中脳黒質の変性も目立った。エオジン好性封
入体を脊髄、脊髄後根神経節を含む広範な神経組織で認めた。p62免疫染色では神経細胞
内に辺縁が縁取られるように染色される封入体を認め、分布・形態はエオジン好性封入体
に合致していた。p-Tau、p-TDP43、α-synucleinの免疫染色では、症例1と2で神経組
織にp-TDP43沈着を認め、視床、黒質と下オリーブ核に目立った。【考察】3症例は痙性対
麻痺以外に認知機能低下を認め、頭部MRI所見からも脳梁菲薄化を伴う痙性対麻痺の剖検
症例と考えられた。脳梁菲薄化を伴う痙性対麻痺の原因としてはSPG11、SPG15が挙げら
れ、オートファジー異常に伴う神経変性の機序が考えられている。3症例で認めたHE染色・
p62免疫染色での封入体はオートファジー不全に伴う神経変性機序を示唆しているものと
考えられた。
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P2-171-5
日記を導入することが統合失調症のA氏にもたらした心理的効果の検証
山本∙亜実（やまもと∙あみ）、深田∙彰（ふかだ∙あきら）、齋藤∙志保（さいとう∙しほ）、南∙世剛（みなみ∙せいご）、梶∙玄（かじ∙はるか）、
大門∙香織（だいもん∙かおり）

NHO 北陸病院精神科

【はじめに】精神科治療の1つである日記療法は、書くことにより自己理解を深め、心身の
安定をもたらすことが報告されている。今回、幻聴や自傷行為などの精神症状が不安定に
なった統合失調症のA氏に日々の振り返りとして日記を導入することで、どのような心理
的効果や精神症状の変化がみられたかを明らかにする。【研究方法】日記導入前後の心理的
ストレスを心理的ストレス反応尺度を用いて比較した。また、A氏に日記導入前後にインタ
ビューを行い、日記を書くことでどのような効果が得られたのかについて語りの部分に着
目し分析を行った。加えて、不穏時薬コントミン使用回数について日記導入前後で比較を
行った。【結果】日記導入前後で心理的ストレス反応尺度で比較したところ、「不機嫌・怒り」
の項目が0.1から0.3、「抑うつ・不安」の項目が1.3から0.3、「無気力」の項目が0.6から0
と変化がみられた。インタビュー調査では、日記を書くことで「心の整理整頓ができる」「同
じ病気で戦っている人がいることを知ってもらうために日記を本にしたい」など、自分の気
持ちをコントロールすることができるようになったことや新たな目標が語られた。不穏時
薬コントミン使用回数は日記導入前後1週間で15回から7回に減少した。【考察】A氏に日
記を導入することは、自身の気持ちの切り替えや前向きな考えができるようになり、有効
であったと考える。また、日記を書くことがA氏の生活の中での楽しみにもつながり、「日
記を本にしたい」という新たな目標も見つかったと考える。自身の感情を言語化できる日記
は精神科看護を行っていくうえで有用なケアの方法であったと考える。

P2-171-4
被害妄想で拒薬する患者の看護～認知行動療法的関わりを通じて～
山下∙玲音（やました∙れお）

NHO 榊原病院看護科

【目的】身体的理由からクロザピンを中止し、被害妄想から拒薬をした統合失調症患者に対
し、認知行動療法（以下CBT）を参考に介入したことで、被害妄想が軽減し、拒薬が改善し
たので報告する。【方法】診療録や看護記録からA氏の様子について情報収集を行い、CBT
的介の効果を考察する。【結果】クロザピン中止により「十字のジャージを盗られた。」スタッ
フに「髪の毛をおかしくされた。」という被害妄想から対話を拒絶する場面を観察した。その
ため、はじめに辛いという思いを傾聴・共感し、信頼関係を築き直すことから始めた。次
にA氏が無くなったと感じる衣類を一緒に探すなどの関わりを行った。服薬を促すだけで
なく、被害妄想の誘因に対してCRT的介入を行った結果、拒薬はなくなった。【考察】被害
妄想から拒薬や拒絶を認める患者に対しては、思いを傾聴・共感し、患者・看護師関係の
再構築を図ることが重要だと考える。スチュアートも被害妄想への関わりとして「現実場面
や状況に対する考え方が間違っていることを確認することが必要」1）と述べている。今回の
CBT的介入で、A氏は「間違っていたかも？」から「間違っていた」という確信へと変わり、
認知の再構築に繋がったと考える。そこでA氏の困っている内容を傾聴し、解決する姿勢
を見せることでA氏への信頼関係の構築に繋がった。またA氏と一緒に衣類を探すという
CBT的介入を行い、探していた衣類が見つかるという体験がA氏の認知を再構築すること
に繋がったと考える。【結果】被害妄想のある統合失調症患者に対し信頼関係の再構築を行
い、CBT的介入を行うことは有効であった。

P2-171-3
中度知的障害者に対して望ましい行動を伸ばす関わり～トークン・エコノ
ミー法を通じて～
清水∙眞幸（しみず∙まさゆき）

NHO やまと精神医療センター看護部

【患者背景】20歳代、男性、出生直後に交通事故で中度知的障害となる。父へ暴言・暴力を
認め、入院時より保護室隔離。治療目標は日中開放、夜間隔離とした。【倫理的配慮】個人
が特定されないように学会等で発表することを家族に説明し了承を得た。【介入の経過】暴
言・暴力・性的逸脱の問題行動を減らし、望ましい行動を伸ばすことができるように、トー
クン・エコノミー法導入を多職種で話し合った。約束事として、1、小ホールで過ごす、2、
一人で静かに過ごす、3、時間になったら部屋に戻る、4、看護師に注意された時は怒らな
いこと設定した。報酬は看護師付き添いで「デイケアのカラオケに行くこと」とした。導入後、
約束事を守れたことを賞賛すると、取り組みに対して意欲的な発言があった。ステップアッ
プのため、報酬の再確認を行うと「他の患者さんと一緒にリハビリへ行きたい」と希望ある
が隔離中のため、主治医と相談し、治療目標を隔離解除へ変更。新たに、1、女性に話しか
けず静かに過ごす、2、看護師に注意された時は怒らない、3、夜は部屋で過ごし睡眠をしっ
かりとる、4、外出中、家族に怒り暴力を振るわないことを約束事とした。外出中、「他の
患者さんや職員さんにみかんを持って行っても良いですか」と他者へ配慮する発言がみられ
た。新たな約束事も守れ、他患者とリハビリテーションへ参加しても、問題行動はみられず、
隔離解除することが出来た。【考察】トークン・エコノミー法を活用することで、自己肯定
感が高まり、他者へ配慮する言動が現れるなど、望ましい行動を伸ばすことが出来た。

P2-171-2
行動拡大シートを活用したマンツーマン対応の効果
西前∙健司（にしまえ∙けんじ）、佐藤∙裕子（さとう∙ゆうこ）、中村∙聡海（なかむら∙さとみ）、菊池∙るりか（きくち∙るりか）、
工藤∙直人（くどう∙なおと）

NHO 花巻病院精神科

A氏は広汎性発達障害と統合失調症の診断を受けている。過去に看護師や患者に暴力行為が
あり現在24時間隔離中である。A氏は予定通りに日課がこなせずパニックに陥った際は振
り返りをすることで自身の変化に気づき、自身の状態を言葉で表現し頓服薬を服用できる
ようになってきた。そこで、看護師が統一した対応をマンツーマンで行い開放観察時間を
延長し行動制限最小化を目指すための取り組みを開始した。これまで病棟で使用していた
Broset Violence Checklist（BVC：暴力の行動特徴から得られる短期予測）と過去の暴力
行為の原因を組み合わせた「行動拡大シート」を作成した。取り組み開始前に開放時間延長
についてA氏に説明し、行動拡大シートを活用して開放観察時間に実施する運動の前後に
精神状態をアセスメントしたことで問題なく運動ができた。これは自身の日課に徐々に「運
動」が組み込まれ構造化された為と考える。それまでは看護師個々の判断によりA氏の状態
のアセスメントに差が生じていたが、行動拡大シートを活用したことで観察すべきポイン
トが具体的になった。今後は他の日課も構造化できるようサポートする。また、病棟の看
護師にマンツーマン対応についての不安や実施した感想、意識の変化等についてアンケー
トを実施した結果、A氏の特性理解が看護師の意識変化につながったことが分かった。マン
ツーマン対応が実施できたことで患者に対する観察力が向上したことから今後も行動拡大
の取り組みを1つ1つ積み重ねて隔離終了、さらには地域移行を目指していく。
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P2-172-2
心不全患者と転倒リスクの関係性についての研究
桂∙大樹（かつら∙だいき）

NHO 大阪医療センター看護部

【目的】A病棟は循環器内科、心臓血管外科の急性期・回復期病棟であるが、様々な病期の
患者が入院しており看護度が高い。本研究ではA病棟で入院していた心不全患者の転倒転
落の要因を分析し関係性について考える。【方法】令和3年4月～令和5年3月に発生した
心不全患者の転倒転落事例のカルテ記録を用い、その要因を後方視的、単純計算、記述式
に分析する。倫理的配慮については当院IRBの承認を得た。【結果】転倒転落事例は37件あ
り、14件が心不全患者であった。年齢は平均76歳であった。転倒内容は「一人で出来ると
思って」が7件で半数を占めその他は1 ～ 2件ずつであった。転倒転落は入院7日目までと
31日以上に多くみられた。意識レベルは清明であるが歩行介助や車椅子介助の必要な患者
に多いことがわかった。全例で循環作動薬、利尿薬等を投与中であった。呼吸困難感無し
13件、浮腫無し11件、他の心不全症状無し9件と症状がない患者が多かった。【考察・結論】
心不全症状と転倒の関連は確認されなかった。病状が安定し安静度が拡大になった患者が
転倒しやすい傾向にあることがわかった。入院期間の長短は転倒の要因にならない。これ
は心不全症状の軽快時期が患者の状態に応じて異なることや、入院してすぐは環境の変化、
31日以上は環境に慣れたため油断し発生した可能性を考えた。【結語】安静度拡大している
患者に対しては、声かけやポスターの掲示等の転倒転落の注意喚起を行う必要があると考
える。また、心不全は消耗性疾患のため、血液循環の悪化による筋力低下を予防するため
に栄養管理や適切な心臓リハビリ、それらに関する患者教育が必要である。

P2-172-1
認知症治療病棟での転倒から生じた頭部外傷事例の振り返り～ RCA分析
で得られた根本原因を基に実施した対策～
山田∙士郎（やまだ∙しろう）、中澤∙勇（なかざわ∙いさむ）、大橋∙千香子（おおはし∙ちかこ）、宮内∙美幸（みやうち∙みゆき）

NHO 北陸病院看護部

【はじめに】
高齢者の転倒転落事故をゼロにすることは不可能と言われており、予測可能な転倒を予防
したり、骨折や死亡などの重大事故に至らないよう体制を整備しておくことが望まれてい
る。今回、当院認知症治療病棟において夜間に転倒し右前頭部打撲と右上瞼を2針縫合する
インシデントが発生した。しかし受傷直後には当直医師・師長への報告が行われず、翌朝
のラウンド時に報告となった。今回、なぜ報告がすぐにされなかったのかRCA分析を行い
得られた根本原因を基に対策につなげることが出来たため報告する。

【原因分析】
RCA分析にて「スタッフ間で頭部外傷に関する認識にばらつきがあった」「マニュアルの周
知方法が徹底されていない」の2点が根本原因として明らかになった。

【結果・考察】
「スタッフ間で頭部外傷に関する認識にばらつきがあった」に対し受傷後明らかな意識レベ
ルの異常を認めなくても急速に症状悪化する危険性・死亡に至った事例の特徴・転倒転落
発生後の対応に関する検討会を実施することで管理者への報告、受傷後の観察の重要性を
再認識する機会となった。「マニュアルの周知方法が徹底されていない」に対し院内各マニュ
アルから抜粋した病棟独自の緊急時対応マニュアルを作成し、周知方法を明確にしたこと
で統一した対応につながったと考える。

【結論】
RCA分析を基に頭部外傷に関する検討会、緊急時対応マニュアルの作成・周知方法の改善
につなげることができた。認知症者は様々な要因で転倒転落が生じやすい。今後も転倒転
落を減少させる努力を続けるとともに外傷を伴う転倒転落が減少するような工夫や異常の
早期発見ができ、対応できるような病棟の体制作りを行う必要がある。

P2-171-7
精神科急性期病棟で保護室入室患者に対する開放観察における看護師の判
断基準
谷口∙真志（たにぐち∙まさし）、夏原∙洋介（なつはら∙ようすけ）、鑪∙美帆（たたら∙みほ）

NHO やまと精神医療センター看護部

【目的】
精神科急性期病棟の保護室入室患者の担当経験年数が5年目以上の看護師の開放観察にお
ける判断基準を明らかにする。

【方法】
半構造化面接法を用いたインタビューを対象看護師9名に実施。インタビュー内容は対象者
の了承を得てICレコーダーに録音。補助的に文字起しアプリを活用して逐語録を作成。

【倫理的配慮】
院内の倫理審査委員会で承認された。（承認番号：R05-10）

【結果】
開放観察における判断基準について述べた部分をコード化し、共通性に基づき、カテゴリー
化した。『開放観察における看護師の判断基準』の項目についてカテゴリー分類を行った。
結果、97のコードにより、 14のサブカテゴリー、5つのカテゴリーを抽出した。カテゴリー
で抽出した内容は、精神徴候、精神症状、治療効果、セルフケア、人的環境となった。

【考察・結論】
精神徴候が全体の約7割を占め、多くの看護師が開放観察の判断基準として精神徴候を重視
している。服部らは「開放観察時の患者は脆弱で刺激に反応し、精神状態が悪化する」と述
べている。看護師は患者と密接に関わり、患者の変化をいち早く察知することができる立
場である。患者の精神状態の悪化が精神徴候として現れた際、看護師が早期に発見し、開
放観察をする上での判断につながっているのではないかと考える。主観的情報、客観的情報、
治療効果を元に患者の全体像を捉え、また、「なんとなくいつもと違う」を大切にして、患
者の精神状態を言語化し、看護師間の判断基準の差を少なくすることで行動制限最小化に
つながるのではないか。人的環境が患者の行動制限解除の妨げになっている一つの要因と
して挙げられる。

P2-171-6
精神科慢性期閉鎖病棟内で携帯電話を使用することに対する看護師の認識
福島∙遼太（ふくしま∙りょうた）、谷口∙友美（たにぐち∙ともみ）、田邉∙佳史（たなべ∙よしふみ）、山本∙帆波（やまもと∙ほなみ）、
上岡∙愛那（かみおか∙あいな）、吉住∙崇史（すみよし∙たかし）、大山∙香織（おおやま∙かおり）

NHO 賀茂精神医療センター精神科慢性期

1．研究目的
精神科慢性期閉鎖病棟に在籍する看護師が、患者の病棟内での携帯電話使用にどのような
認識を持っているのか明らかにする。
2．研究方法
1）研究期間：2023年9月～ 2024年3月
2）研究対象：2023年12月時点でA病院B病棟在籍中の看護師18名
3）データ収集方法
対象者に質問紙を配布しB病棟休憩室に回収箱を設置。質問紙は独自に作成し、質問内容は
3点とした。

（1）病棟内で携帯電話を使用することの賛否と理由
（2）病棟内で携帯電話を利用することの可・不可と理由
（3）現在、B病棟内で携帯電話を使用できない理由
4）分析方法：問（1）（2）は表に整理し、問（3）はグループ化して分析した。
3．倫理的配慮
1）対象者に、研究の趣旨や参加・撤回の自由、参加の有無により不利益を生じないこと等
を文書にて説明した。質問紙は匿名化し回収箱への投函をもって参加同意とした。
2）A病院倫理審査委員会の承認を得て実施した。
4．研究結果
1）回答数17。有効回答数17。
2）問（1）に賛成6、反対4、どちらでもない7。問（2）に可能7、不可能4、どちらでもない6。
問（3）は《治療に影響を与える可能性》、《病気の特性上正しい判断ができない》、《トラブル
のリスク》、《プライバシー侵害のリスク》、《家族からのクレームのリスク》、《トラブルが
起きた際の対応が決まっていない》、《病棟ルールのため》、《閉鎖病棟であるため》の8グルー
プが形成された。
5．考察
賛否様々な意見があるが、いずれも患者の病状や生活を考慮した理由であった。
6．結論
精神科閉鎖病棟内での携帯電話に対する看護師の意見は割れており、患者の病状や生活能
力といった個別性をふまえた対応、ルールを決めることが必要だと認識していた。
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P2-172-6
転倒と転落の予防対策に関する文献レビュー
高橋∙卓（たかはし∙まさる）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【目的】A病棟は脳卒中をはじめとする神経疾患の入院患者が多く、転倒や転落のリスクの
高い場合が多い。リスクカンファレンスなどをおこない予防対策に取り組んでいるが、ど
の対策が最も有効であるかということを検討することにより、患者の転倒・転落リスクを
減らすための示唆を得たいと考えた。【方法】医学中央雑誌（Web版）を用いて、2013年か
ら2023年に発表された文献を「転倒」「転落」「対策」で検索した76件の中から、脳・脳血
管疾患に関連した文献、原著論文に絞り込み、49件を除外し、27件をレビューの対象とした。

【結果】転倒転落対策に有効なものとして、共通ツールを使用してリスクアセスメントをお
こなうものが14件、カンファレンスが各6件、インシデント分析が4件、パンフレットの
使用が1件、ピクトグラムとセンサー使用が各1件であった。アセスメントは多職種でおこ
なうことや、独自の評価ツールを使用しているものもあった。【考察】脳卒中患者は、運動
機能の低下や感覚障害、認知機能の変化など様々な要因で転倒や転落に至る可能性が高い
が、自力ですべての危険を回避することは難しい。結果にもあるように「看護師のアセスメ
ント」により、患者の転倒リスク減少へ大きく関与することがわかった。共通ツールを使用
しても、それぞれが内容をよく理解して、同じように評価できることが重要である。今後は、
部署内での学習会やアセスメント力を強化できるように多職種とも連携をおこない、患者
がより安全に生活できるように努めたいと考える。

P2-172-5
転倒予防のためセル看護提供方式導入へのチャレンジとその効果
上野∙あずみ（うえの∙あずみ）

NHO 宇多野病院脳神経内科

【はじめに】A病棟は神経筋難病患者が多いが転倒予防に対して消極的で、転倒インシデン
トは長年の課題であった。課題解決に向けて、セル看護提供方式は患者の傍でケアできる
時間を確保できることから、転倒防止に効果があると考え導入したので報告する。【目的】
セル看護提供方式導入により転倒インシデントの減少を図る【実施】R5年8月から9月に現
状の看護提供方式とセル看護提供方式の比較を行い、導入の効果をスタッフに示した。看
護提供方式の変更にはやや否定的であり、転倒インシデントが発生する度に説明を繰り返
すと共に、学習会を実施し理解を促した。業務フローの作成やスケジュール等、副看護師
長やリーダーを中心に役割分担し、準備を進めていくうちに全スタッフから前向きな意見
が聞かれるようになった。R5年12月に導入し定期的に振り返りを行い、問題点と改善策
について検討を重ねている。【結果】転倒インシデントは導入前平均12件/月であったが平
均5件/月と減少し、日勤帯の転倒が激減した。また異常の早期発見ができ、アラームが減
少し、患者の安心感が得られた。タイムリーな記録により超過勤務時間も減少した。【まと
め】副看護師長やリーダーがリーダーシップを発揮し、スタッフを巻き込みながら取組み、
スタッフ自身も看護提供方式の変更を前向きにとらえ足並みをそろえ進めることができた。
患者の傍でケアを行い患者の行動を見守れる環境から転倒インシデントは減少。アラーム
も減少したことで患者の安全についても効果を得ることができ、スタッフの成功体験につ
ながった。【課題】A病棟に適したセル看護提供方式の確立と、働きやすい職場環境に向け
て取組んでいきたい。

P2-172-4
透析患者の転倒予防への取り組み～下肢筋力とバランス能力の維持・向上
を目指して～
桂∙崇子（かつら∙たかこ）、河村∙さおり（かわむら∙さおり）、寺田∙喜江（てらだ∙よしえ）、沖本∙理奈（おきもと∙りな）、
松岡∙敬子（まつおか∙けいこ）、幸松∙尚子（こうまつ∙なおこ）

NHO 柳井医療センター看護課

【はじめに】A病院B病棟では透析患者が約半数を占めている。過去2年間の転倒事故で骨折
を起こしたものは4件あり、うち3件は透析患者だった。透析患者が転倒した際の受傷率は
高く、下肢筋力の増強を図る事で転倒を減らせるのではと考え本研究を行った。【研究目的】
B病棟の透析患者に対し下肢筋力トレーニングを行い下肢筋力の維持又は向上を目指す。【研
究方法】B病棟で透析治療中の25名のうち歩行可能な患者13名に12週間、下肢筋力トレー
ニングを実施し、2週間ごとに徒手筋力テスト（MMT）とバークバランススケール（BBS）を
用いて評価する。【倫理的配慮】対象者へ研究内容を説明し同意を得た。またA病院倫理審
査委員会の承認を得た。【結果】被験者内訳は男性6名女性7名、平均年齢は72.5歳、主な
疾患は慢性腎不全・糖尿病であった。BBS評価平均点は、導入前27.8点、最終値35.6で、
MMT評価平均点は導入前3.89点、4週で4.31点まで上昇したが最終値4.23点であった。

【考察】透析は前後の循環体液量の減少に伴う血圧の変動・長時間の同一体位等で、疲労を
感じやすい。しかし、透析日はセット数を減らす工夫で毎日トレーニングを継続する事が
できたため、筋肉量の増加につながったと考える。今回の研究取り組みの一因となった透
析患者の転倒の減少においても、転倒件数は昨年度の13件から1件となり、下肢筋力トレー
ニングは転倒予防に有効であることが示唆された。【結論】1．透析患者にとって、毎日継続
して下肢筋力トレーニングを行う事は、筋力の維持向上に効果的である。2．転倒の要因と
なる病気や加齢による筋力低下などの内的要因にアプローチする事は、転倒事故のリスク
低下へつながる。

P2-172-3
回復期リハビリテーション病棟における患者参加のカンファレンスの効果
袋井∙梨江（ふくろい∙りえ）、松田∙紗季（まつだ∙さき）、山口∙栄子（やまぐち∙えいこ）

NHO 宇多野病院リハビリテーション科

【はじめに】A病棟は回復期リハビリテーション病棟で、入院患者は80 ～ 90歳代が多い。
高齢による筋力、認知機能の低下により患者が自覚している身体機能と医療者の評価には
乖離があり、転倒転落インシデントの発生原因となっていた。病棟では多職種カンファレ
ンスを行い患者のADLの拡大に向け介入している。しかし、ベッドサイドでの定期的なカ
ンファレンスはなく、転倒後や転倒リスクが高いと看護師判断時に環境調整をしていた。
今回、定期的にベッドサイドで患者参加によるカンファレンスを行い、環境調整すること
で転倒転落件数が減少したので報告する。【目的】患者参加によるベッドサイドでのカンファ
レンス実施により、患者の要望を取り入れた環境調整ができる。【方法】1.期間:令和5年5
月～令和6年3月2.方法:1カンファレンスは入院時、入院7日、入院1ケ月後にベッドサ
イドで実施2参加者は患者、PT、看護師3身体機能の評価、本人の要望の確認、課題を共
有し計画立案し環調整を実施した。【実施と結果】カンファレンス実施率は98%であった。
PTと運動機能評価を実施し、転倒転落件数は令和4年度の64件から35件に減少。インシ
デントレベル3b以上の骨折事案は3件から0件であった。また、入院時から患者の要望を
取り入れた環境整備を実施した。【考察】定期的な患者参加によるカンファレンス実施によ
り情報共有ができ、安全な環境を考えた病室の環境調整を一緒に実践することで、患者の
行動変容に繋がり、危険リスクの認識が向上し、転倒転落が減少したと考える。【まとめ】
患者参加の定期的なカンファレンスは、患者の行動変容により繋がり、危険な環境につい
て共に考える機会となった。
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P2-173-2
身体拘束の早期解除に向けてのベテラン看護師のアセスメントに関する研究
平尾∙明子（ひらお∙あきこ）、藤本∙歩（ふじもと∙あゆみ）、宮崎∙このみ（みやざき∙このみ）、山川∙美里（やまかわ∙みさと）、
岡崎∙ゆい（おかざき∙ゆい）、佐藤∙智子（さとう∙ともこ）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター整形外科6階東病棟

【研究目的】ベテラン看護師が身体拘束を解除する際のアセスメントの視点を明らかにする。
【研究方法】ベテラン看護師5名に対し、身体拘束の解除となるアセスメントの項目につい
てインタビューを行った。【倫理的配慮】所属施設の倫理審査の承認を得たうえで、対象者
の同意のもと実施した。【結果】ベテラン看護師が身体拘束を解除する際のアセスメントの
視点として、【危険行動に起因する患者の心身の状態】【危険行動に起因する環境要因】【倫
理的側面からみた身体拘束を行う是非】の3つのコアカテゴリーが抽出され、5つのカテゴ
リー、12個のサブカテゴリー、42個のコードが抽出された。【考察】ベテラン看護師は常
に患者の意思や性格を把握し、身体拘束解除の際には入院から現在に至るまでの経過をた
どり患者をアセスメントしており、患者が危険行動をとらないような環境作りが行えてい
るかまでをアセスメントの視点としていた。また、ベテラン看護師の身体拘束解除の際の
アセスメントの視点には各自の臨床経験や身体拘束に対する価値観が大きく影響している
と考える。ベテラン看護師は、患者の尊厳を理解し身体拘束は「してはいけないもの」であ
ると認識し倫理的側面からみた身体拘束を行う必要性をアセスメントしていることが示唆
された。【結論】1.身体拘束を解除可能か判断するには病態を理解し、患者の経過をたどっ
てアセスメントする必要がある。2.身体拘束を解除可能か判断するには患者が危険行動を
取らないような環境作りができているかアセスメントする必要がある3.身体拘束を解除可
能か判断する際は看護師自身が身体拘束をしてはいけないという思考のプロセスが大切で
ある。

P2-173-1
DELTAプログラム活用前後のA病棟看護師の術後せん妄患者に関する行
動変容について
大谷∙佳吾（おおたに∙けいご）、石倉∙彩（いしくら∙あや）、橋本∙祥一（はしもと∙しょういち）、越田∙真布（こしだ∙まほ）、
加戸∙裕行（かと∙ひろゆき）、本吉∙芽衣菜（もとよし∙めいな）、山本∙奈都子（やまもと∙なつこ）、大澤∙幸江（おおさわ∙ゆきえ）

NHO 金沢医療センター看護部

【目的】A病棟は外科病棟であり,術後合併症としてせん妄を発症する患者が多くみられる.術
後の早期回復にはせん妄の早期発見・介入が必要である.本研究では,DELTAプログラムを
活用し,看護師の行動変容を調査,分析することでせん妄看護の質の向上を図ることを目的
とした.【方法】DELTAプログラムの勉強会を実施し,活用した.活用前後でアンケートを行
い,経験年数3年目以下（以下若年看護師）・4年目以上（以下中堅看護師）に分けて分析した.　

【結果】アンケート結果の前後比較すると,せん妄の検査項目では全看護師で平均が上昇し
た.せん妄症状へのケアでは若年看護師で平均が上昇した，せん妄に関連する症状の情報収
集・観察では若年看護師で低下,中堅看護師では上昇した.せん妄の判断では若年看護師は
全ての項目で低下,中堅看護師でも好転はしなかった.【考察】せん妄の検査項目では全看護
師で上昇しており，DELTAプログラムの活用による効果と考えられた.またせん妄の看護
実践状況は看護経験年数による差があると考えられた.せん妄判断の困難さは全看護師で共
通していたが,理由は若年看護師と中堅看護師でそれぞれ異なることが考えられた.せん妄
看護の質の向上にはせん妄に関する知識の獲得や,チーム全体での協働した関わりが必要で
ある.【結論】1. DELTAプログラムにおけるアセスメントシートなどのツールの整備は看護
師の意識の変容において重要.2. 看護師経験年数の差によってせん妄看護の実施状況には差
がある一方,どの年代の看護師もせん妄の判断を困難に感じていた.3. せん妄看護の質の向
上にはせん妄に関する知識の獲得や,チーム全体での協働した関わりが必要.

P2-172-8
経管栄養患者の身体拘束解除方法の検討
田本∙奈津恵（たもと∙なつえ）、河原∙彩（かわら∙あや）、寺井∙智佳子（てらい∙ちかこ）、橋本∙陽子（はしもと∙ようこ）、
山本∙吏（やまもと∙つかさ）、重野∙かおる（しげの∙かおる）

NHO 七尾病院看護部

【目的】経管栄養患者では、チューブ抜去のリスク回避のため身体拘束を行っており拘束解
除にむけた取り組みを行った。経管栄養患者の身体拘束解除のための方策の何が有用であっ
たかを検討した。【方法】拘束患者11名（抑制ミトン型）のカンファレンスを患者のベッド
サイドで行い、複数の代替方法を取り入れた。【結果】複数の代替方法で身体拘束解除でき
た患者は8名、一時解除できた患者は2名、解除できなかった患者は1名であった。代替方
法では、8つの方法に分類できた。1．ベッドサイドでの見守り、2．チューブ管理方法、3．
チューブ類の固定方法、4．体位の工夫、5．栄養時間の短縮、6．病衣の工夫、7．身体的
ニーズの充足（かゆみの対処）、8．ベッド周辺の医療機器の位置であった。代替方法数では、
すべての患者において2つ以上の方法が用いられており、平均で3つの組み合わせが必要で
あった。代替方法の項目別では、1が8名、2が7名、3及び4が6名、5 ～ 8がそれぞれ1
名であった。解除できなかった1名は、レスパイト入院のため医師の許可がなく解除できな
かった。【考察】代替方法を複数組み合わせることにより、代替方法における安全性が高ま
り解除に至ったと考える。【結語】経管栄養患者における身体拘束解除にむけた取り組みで
は、複数の代替方法が有用であった。

P2-172-7
認知症看護認定看護師による身体的拘束の最小化に向けた取り組み
久木田∙智之（くきた∙ともゆき）

NHO 福山医療センター整形外科

【はじめに】急性期病院であるA病院において、身体的拘束の最小化に向けた課題を3点あ
げた。1. 身体的拘束の回避・解除に向けた意識が高まっている一方でその取り組みが可視
化できていない。2.身体的拘束の実施状況が十分に把握できてない。3.身体的拘束の実施
における記録などの不備があり、適切な手順で実施ができていない。以上の課題に対して、
医療安全係長や認知症ケア委員と協働した2年間の取り組みについて報告する。【実際の取
り組み・結果】1.医療安全係長と一緒に病棟を巡回し身体的拘束に至る判断や回避・解除に
向けた取り組みについて聴取し、状況の把握から始めた。2.身体的拘束の実施件数を正し
く把握できるよう、集計システムを変更し、データを認知症ケア委員会で毎月報告した。3.認
知症ケア委員による当該病棟の身体的拘束の監査を定期的に実施できるよう企画し、認知
症ケア委員会で年間14件の監査を報告し共有した。その結果、記録などの不備が減少した。
4.身体的拘束の院内研修を一回開催した。5.身体的拘束の回避・解除に向けた事例報告を
認知症ケア委員会で行えるよう企画・支援し、年間6-7件、計13件の事例報告をした。【考
察・今後の課題】身体的拘束の実施状況や回避・解除に向けた取り組みの可視化・研修・監査・
事例報告などは、身体的拘束の最小化に向けた環境作りの一助になったと同時に一部では
身体的拘束の回避・解除の実践が確実になされていることが把握できた。そのため今後は、
すでに実践されている身体的拘束の代替方法の実践に焦点をあて可視化していくことで、
身体的拘束が最小化できるための環境作りを推進していきたい。
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P2-173-6
ハンセン病回復者に寄り添った個別性のあるハンドケアを考える
砂川∙厚美（すなかわ∙あつみ）、友利∙貴世美（ともり∙きよみ）、大浦∙桂子（おおうら∙けいこ）、志水∙直子（しみず∙なおこ）、
幸地∙友恵（こうち∙ともえ）、今里∙憲太郎（いまざと∙けんたろう）

国立療養所宮古南静園看護課

【目的】ハンセン病回復者である入所者を対象に、手指の知覚の有無と鈍麻、爪の切り方の
要望を可視化することで個別性のあるハンドケアに繋げる。【方法】フットケアに参加する
入所者23名のうち、質疑応答可能かつ後遺症により手指全体または一部分に知覚障害や変
形がある4名を対象とした。独自で作成した質問用紙を使用しインタビューと、手掌手背各
30区画に分けた知覚検査（視覚遮断）、10段階で表す知覚認識検査（視覚遮断なし）を実施
した。倫理的配慮はA園の倫理審査委員会で承認を得た。【成績】知覚検査の結果では、障
害される知覚の部位は尺骨神経・橈骨神経・正中神経それぞれの感覚領域に一致しておらず、
固有知覚領域との関連もみられなかった。また、鷲手や猿手などの神経症状が現れている
ように見えても、知覚や運動機能が全て無くなっているわけではなかった。そして視覚遮
断の知覚検査と、視覚遮断なしの知覚認識検査の結果には乖離が生じていた。また、指の
知覚の有無に関わらず、爪の長さやこだわりとの関連はみられなかった。長年の工夫や知
恵により、利き手に関わらず指の形状や力の入りやすさなどで左右を使い分け、生活して
いることを知った。そして一般的な切り方とされる“爪の角”を残す方法では、生活の不便
さを感じていることや、爪を生活の道具の一部として使用するなど、爪の切り方の要望に
は理由がある。“なぜそう切って欲しいのか”を理解し、寄り添う必要がある。【結論】ハン
セン病回復者は症状や知覚が同じ人はおらず、生活する上で手の使い方や爪の切り方を工
夫している。それらの要望の意味を理解することで、個別性を尊重したハンドケアができる。

P2-173-5
『食べる』希望に寄り添って～「食べる」は「話す」に繋がる～

畑山∙絵梨（はたやま∙えり）、石山∙穂乃花（いしやま∙ほのか）

NHO 釜石病院1病棟

［はじめに］脳出血後遺症には麻痺や拘縮、言語障害や認知機能の低下など様々ある。患者
は入院前から誤嚥性肺炎を繰り返しており、問いかけに頷くことやOKサインを出すことし
かできなかった。しかし、日常的な声掛けや発語を促すような関わりから、「食べたい」と
いう発言が聞かれた。そこで摂食訓練を実施した結果、昼のみ訓練食を食べられるように
なり、コミュニケーション能力が向上した。［看護の実際］令和3年11月から令和5年7月
にかけて1日2回の口腔ケアに加え、週1回歯科衛生士に舌苔の除去や磨き残しの洗浄を依
頼した。また1日1回の口唇マッサージ、アイスマッサージの方法を統一して行った。さら
に摂食訓練（嚥下体操・発声）を1日30分実施し、週1回摂食評価を行い栄養士と相談しな
がら食事形態を検討した。［倫理的配慮］本人と家族に説明し、家族より同意を得た。［結果］
口腔ケアと摂食訓練を継続した結果、令和4年3月30日から訓練食を食べられるようになっ
た。また「食べる」ことで表情が豊かになり、コミュニケーション能力も向上した。［考察］
患者の「食べたい」という思いに寄り添い口唇マッサージ・アイスマッサージ・口腔ケア・
摂食訓練を日々実施し、多職種との連携を図りながら関わったことで摂食機能の向上と同
時に「食べる」が「話す」に繋がり、多様な感情を表現することができたと考えられる。［結論］・
口腔内の清潔を保ち摂食訓練を継続することで残存機能の維持が図られ摂食機能の向上に
繋がった。・摂食訓練の嚥下体操や発声を継続したことで、明瞭な発語がみられコミュニケー
ション能力が向上した。

P2-173-4
せん妄リスクが高い肺がん脳転移患者の転倒・転落を防止した看護介入
中須賀∙彩夏（なかすか∙あやか）1、浜田∙裕理（はまだ∙ゆり）1、村上∙さおり（むらかみ∙さおり）1、藤田∙恵（ふじた∙めぐみ）1、
高市∙恵梨香（たかいち∙えりか）1、越智∙未晴（おち∙みはる）1、久世∙将史（くぜ∙まさふみ）1、木元∙七愛（きもと∙なちか）1、
寒川∙美優（さんがわ∙みゆ）1、藤田∙博子（ふじた∙ひろこ）2

1NHO 四国がんセンター看護部、2NHO 福山医療センター看護部

【目的】せん妄リスクがある肺がん患者に対して病棟で行った転倒・転落予防策の成功事例
から、看護介入の現状を明らかにし、今後の看護の示唆を得る。【方法】事例患者の看護に
関わった病棟看護師で、同意を得た研究対象者と語り合いを実施した。語り合いから得ら
れたデータをコード化し、カテゴリー化を行った。【結果】「多角的な情報収集で転倒リス
クをアセスメントする」「患者から離れずそばにいて転倒につながる予測不能な患者の動き
に備える」「転倒リスクを軽減できる病室内環境と部屋の選択をする」「せん妄症状をコン
トロールするために多職種と連携し事前準備を行う」「看護師間での丁寧な記録や情報共有」

「患者の身体症状や理解度に合わせて転倒予防グッズの導入や変更を検討する」「患者の行
動や症状に合わせ個別性に配慮して考えた看護介入」の7個のカテゴリーが明らかになっ
た。【考察】入院早期からカンファレンスを行い、看護師間で情報共有し継続した看護が実
践できていたこと、不穏症状に備え、多職種で情報共有し専門性を活かした連携ができた
ことが明らかになった。情報収集を行い総合的にアセスメントし、個別性に沿った看護を
提供したことで、患者の欲求や動きを妨げず、危険が軽減できる環境調整を行うことができ、
転倒・転落防止に繋がったと考える。【結論】看護師間で共通認識をもって統一した対策が
できるよう、個別性に合った援助を行い継続看護が実施できたことで転倒・転落予防に繋
がった。早期から患者のADLや排泄パターン、患者の理解度や環境調整など多角的な方向
からアセスメントし転倒・転落防止に取り組めた。多職種の専門性を活かした連携が行え
ていた。

P2-173-3
ミトン装着に伴う身体拘束解除に向けた取り組みについて
都築∙明里（つづき∙あかり）、長岡∙紀江（ながおか∙のりえ）、辻井∙睦美（つじい∙むつみ）、喜多村∙沙也佳（きたむら∙さやか）

NHO 大阪刀根山医療センター看護部

【はじめに】当病棟は筋ジストロフィー病棟であり、NGチューブ（以後チューブ）挿入患者
のおよそ3割を占める。今回チューブの自己抜去を繰り返す事例をもとに身体抑制の必要
性を検討し解除に向け取り組みが出来たので報告する。【事例紹介】A患者は栄養確保の為
チューブを挿入しミトンを装着。その際3要件の内1要件が不足していた。【実施及び結果】
実施期間R5年12月～ R6年5月。チューブ挿入後自己抜去を防ぐ為ミトンを常時長期間装
着していた。カンファレンス前日、理学療法士に手指の巧緻性の能力を確認し、チューブ
を自己抜去することが不可と確認。翌日看護師間でカンファレンスを実施。3要件を満たし
ていなかったが拘束解除にはリスクがあり、1時間/日から開始。鼻を触る動作が頻回にて、
固定を工夫した。又、頭・耳を掻く動作も見受けられたが継続した。1 ヵ月後カンファレ
ンスを行い2時間/日へ変更。更に2 ヵ月後平日9時～ 16時とした。3週間後には土日を
含む9時～ 16時とした。開始から5 ヵ月後、終日離脱。【考察】看護師同士のカンファレン
スでは、身体拘束の3要件は理解していると雖も、抜去してしまう可能性が0でない限り、
過剰な対策を取りがちである。今回多職種で検討し、固定方法の工夫が見いだされ、更に
反応を継続的に観察し共有出来たことで患者の行動が理解できミトン除去時間の延長に繋
がった。ミトン装着中と除去時の患者の動きの変化から、ミトン装着の不自由さが影響し
ていると分かった。【まとめ】身体抑制の必要性の有無について多職種と考える機会を設け
ていく事が大切である。また抑制解除に向け看護師全員で統一の目標を持ちケアを行う事
が必要である。
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P2-174-2
急性期一般病棟における卒後1年目看護師への精神的支援に関する文献検討
大橋∙優花（おおはし∙ゆうか）、五十嵐∙万和（いがらし∙まな）、徳久∙暢介（とくひさ∙ようすけ）

NHO 新潟病院看護部2病棟

【研究目的】A病院では新卒1年目看護師（以下、1年目看護師）に対してプリセプター、チュー
ターシップを導入している。しかしB病棟の1年目看護師から精神的に疲弊している発言が
聞かれた。そのため1年目看護師の精神的支援に有効な体制を明らかにすることを目的と
し、文献検討を行った。【研究方法】医学中央雑誌で1.「新人看護師」「精神的支援」で検索し
た文献と2.「新人看護師」「ストレス」「成長」で検索した文献のうち、3.「指導者・プリセプ
ター・チューターを除く特定の役職」に関する文献と「特定の診療部署に関する文献」を除外
した。【結果】文献検索の結果、8件を参考文献とした。1年目看護師への精神的支援を環境・
承認・振り返りの3つにカテゴリー化した。環境は「人間関係」、「支援を求める環境作り」、
承認は「声をかける」、「認める・褒める」、振り返りは「振り返りの場を設ける」と6つにサ
ブカテゴリー化した。具体的な内容として環境は病棟全体で1年目看護師を支える、チュー
ターは1年目看護師が職場に馴染める橋渡しを行う。承認は労いの言葉等、勤務時間の合間
に声をかける、成長している点を伝える。振り返りはできること・できないことを確認する、
同期同士で振り返ることができる場を設ける等があった。【考察】B病棟の1年目看護師への
精神的支援として、環境は病棟全体で1年目看護師の現状を把握し、統一した指導を行う。
承認はプリセプター、チューターが率先して1年目看護師へ労いや承認の声掛けを行う。振
り返りは1年目看護師ができること・できないことを病棟全体で共通認識を持ち、1年目看
護師同士で悩みが共有できるよう場を設けるようにする。

P2-174-1
指導看護師の重視する教育内容と新人看護師の理解の乖離について
富田∙朱子（とみた∙あかね）、及川∙麻緒（おいかわ∙まお）、荻野∙高暢（おぎの∙たかのぶ）、藤井∙由美恵（ふじい∙ゆみえ）

NHO 高崎総合医療センター ICU

はじめに
当院ではパスを用いて新人教育を行っているが目標達成の遅延が見られる。その要因とし
て指導看護師と新人看護師間で認識の相違や理解の乖離があると考え、明らかにして今後
の新人教育の向上を目指す。
目的
指導看護師と新人看護師の指導における認識や理解の乖離を明らかにする。
研究方法
対象者に「院内教育による看護師の学習尺度」のアンケートを実施した。アンケートは5分
類37問で構成されており1 ～ 5段階で評価してもらい、その結果を項目毎に集計し、分析
した。
対象
高崎総合医療センター ICU所属　新人看護師　5名　指導看護師15名アンケート実施期間: 
2024年2月1日～年2月29日まで
結果
回答率は指導看護師67％、新人看護師80％であった。全項目の平均点は指導看護師が3.3
点、新人看護師は4.1点であった。各項目の平均点をF検定で比較するとP（F＜＝f）0.05
以下の分類は【所属部署の一員となるための学習】で乖離あるという結果が得られた。さら
に、分析を詳細に行うと全37項目の中の6項目で乖離が見られた。
考察・結論
F検定の結果より、【所属部署の一員となるための学習】の有意差の要因としては単に教育方
法や新人看護師役割へのサポートの不足だけで無く、ICUという特殊な環境による影響も
考えられる。ICUでは常に生命危機のある患者の看護を行っており、ICU看護師に求めら
れる知識や技術力は高く、そして緊張感や責任感による精神的な負担も大きい。また、新
人看護師の【自己理解の獲得】の項目でも有意差が見られたことから新人看護師一人一人で
成長速度は異なるためパスに沿った教育と合わせて、個人の能力に合った指導や介入が必
要であると考える。

P2-173-8
産後1カ月の育児参加に対する父親の思い
高木∙明日香（たかぎ∙あすか）、園田∙美貴（そのだ∙みき）、長浜∙冬美子（ながはま∙ふみこ）、中西∙瞳（なかにし∙ひとみ）、
松本∙喜代美（まつもと∙きよみ）

NHO 金沢医療センター産婦人科

【研究の背景・目的】
近年父親の育児参加を促進する政策が施行されており，今後さらに産後早期の育児に参加
する父親の増加が考えられる．しかし，父親が育児について学ぶ機会は少なく，育児不安
を抱くことが予測される．そこで，産後1 ヵ月の育児参加に対する父親の思いを明らかにし，
妊娠期からの父親も含めた家族支援を検討した．

【研究方法】
研究デザインは質的記述的研究とし，半構造的インタビューを実施した．なお，所属機関
の倫理審査委員会の承認を得て実施した（R05－024）．

【結果】
4名の父親にインタビューを行い，4つのカテゴリーが抽出された．父親は【夫婦で支え合い，
育児を行う】中で，【育児への戸惑いを感じつつ適応する】ことができていた．また，【子ど
もが愛おしく活力にな】っていた．一方で【各家庭に寄り添った情報が欲しい】と感じていた．

【考察】
父親が具体的な育児に関する知識を身に付ける機会は少なく，新生児の基礎知識や育児技
術に不安を感じていた．妊娠期からの育児教室の開催や産後の育児指導に父親も同席でき
るよう調整し，育児知識の獲得，育児不安を軽減する関わりが必要である．また， 孤立感を
感じている父親もおり，今後両親学級を再開し，父親同士が交流できる場を提供するとと
もに，A病院における電話相談窓口の周知や自治体の情報提供，地域との連携を強化する必
要がある．

【結論】
妊娠期から父親が育児知識・技術を習得する場を設け，育児の不安を軽減するとともに，A
病院における電話相談窓口の周知や自治体の情報提供，地域との連携を強化していく必要
がある．

P2-173-7
児童精神科病棟の活動集団療法に参加できなかった患児への支援～小集団
レクリエーションが及ぼす患児への影響～
大木∙恭子（おおき∙きょうこ）、大嶺∙靖子（おおみね∙やすこ）、今井∙糸音（いまい∙しおん）、荒川∙由紀子（あらかわ∙ゆきこ）、
石井∙聡子（いしい∙さとこ）

国立国際医療研究センター国府台病院看護部児童精神科東3病棟

【はじめに】児童精神科病棟では治療の進展に大きな役割を果たす行事（以下活動集団療法）
を実施し、達成感や喜びを経験することを大切にする。しかし活動集団療法に参加できな
い患児もいる。2023年度、活動集団療法に参加できなかった患児を対象に小集団レクリエー
ション（以下小集団レク）を実施したところ、活動集団療法に参加できるようになった。小
集団レクが患児に与えた影響を考察し、有効性を明らかにしたいと考えた。【目的】活動集
団療法に参加できない患児に実施した小集団レクを振り返り、その有効性を検討する。【方
法】2023年度に小集団レクを実施した患児が1年後に活動集団療法に参加できたかを後追
い調査する。【結果】1回目と2回目の小集団レクでは、同一患児6名が参加した。6名のう
ち3名は次の活動集団療法に参加することができた。3回目は新入院の患児が3名参加し、
この患児らも、その次の活動集団療法に参加することができた。【考察】活動集団療法に参
加できなかった患児をマズローの基本的欲求に当てはめると、下位欲求が満たされていな
かったことが考えられた。安全・安定の欲求が充足していなければ、集団に身を置くこと
は難しく、活動集団療法という大きな集団に入ることができなかったと考えられる。病棟
で行われたレクリエーションは、小集団であるため、関係性を構築した看護師が側におり、
集団に安心して身を置くことができる。その経験は、患児にとって自信となり、信頼でき
る仲間を獲得することに繋がる。小集団レクによって安全・安定の欲求が充足し、次の社
会的欲求に進むことで、活動集団療法という大きな集団の中に移行することに繋げられた
のではないかと考える。
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P2-174-6
キャリアラダーレベル維持申請者の研修体制の検討
久野∙雅子（くの∙まさこ）1、佐藤∙孝宏（さとう∙たかひろ）1、干野∙真由美（ほしの∙まゆみ）1、宮下∙恵美子（みやした∙えみこ）2、
井上∙由香（いのうえ∙ゆか）3

1NHO 下志津病院看護部、2NHO 千葉東病院看護部、3NHO 小諸高原病院看護部

【はじめに】当院看護師の院内教育は、平成30年度「看護職員能力開発プログラムACTyナー
スVer2」に沿い、経年別教育からキャリアラダー（以下ラダー）のレベル別教育に移行した。
レベルIからステップアップしレベル IIIの取得に至った後、多くのスタッフが上位レベルへ
の申請に至らず、レベル IIIを維持する傾向にあった。その為、維持申請者は知識等のブラッ
シュアップが成されない状況となっていた。そこで維持申請者のブラッシュアップを期待
し、令和4年度より単回で受講できる研修を企画したところ、多くの参加が得られ、スタッ
フの学習意欲や看護実践に変化がみられたためここに報告する。【方法】1．維持申請者が単
回で受講できる研修企画（初めて受講する研修は勤務扱い）2．令和4年度における維持申請
者数の確認3．令和4年度の「1．」の単回研修への維持申請者の参加人数の確認【結果】1．ラ
ダー研修を役割・知識、技術・感染対策・医療安全・災害医療・退院支援コースに分けレ
ベル別に受講できる体制にした2．令和4年度の維持申請者は100名、そのうち単回研修へ
は延べ205名が参加した【考察】今回、単回の研修受講が可能となり、維持申請者の学習機
会が確保できたこと、さらに自ら研修を選択することで興味、関心のあるコースを深化し
て学習する機会となり、多くの研修受講に繋がった。研修後のアンケートから「最新の知識
や情報を知ることができ看護実践に活かすことができる」「病棟で担う役割のためにさらな
る学習をする」といった声が聞かれた。単回で受講できる体制を整えたことは知識のブラッ
シュアップだけではなく、学習意欲や看護実践にも変化をもたらし効果的であったと考え
る。

P2-174-5
臨床看護研究の実施における課題と支援体制の検討
牧野∙佐知子（まきの∙さちこ）1、濱田∙真奈美（はまだ∙まなみ）2、栗本∙淳子（くりもと∙あつこ）3

1NHO 豊橋医療センター看護部副看護師長、2NHO 豊橋医療センター看護部看護師長、 
3NHO 豊橋医療センター看護部副看護部長

【目的】看護実践の質向上には研究が必要であり、ACTyナース Ver.2では、臨床看護研究
ができる能力を有し、看護を創造する看護師の育成が求められている。当院においては看
護研究委員会（委員会）が臨床看護研究の支援を実施しているが、研究の開始や遂行が困難
となるケースも多い。そのため、臨床看護研究の実施における課題に応じ、支援のあり方
を検討し整備することが必要と考えた。支援の過程で明らかになった課題と委員会として
の取り組みを報告する。【方法】1.過去3年間に個別対応した延べ101件の看護研究に対す
る相談内容、看護研究委員によるアンケート調査結果など、委員会活動から課題を抽出した。
2.課題をもとに支援体制を検討し整備を進めた過程を整理した。【結果】主な課題はリサー
チクエスチョンの決定から研究計画書の作成段階で確認された。「研究の進め方がわからな
い」「自身の考えをうまく言語化できない」という声も聞かれた。支援は委員会内と個別の
アプローチで進められた。委員会では、「研究の全体像をスケジュール化して明示」「研究
プロセスに沿ったミニレクチャーの開催」「研究実施をガイドするフローの作成」等を実施
した。個別相談では、「研究は難しい」という看護師の心理的な抵抗を緩めることを意識し
ながら思考過程の整理や言語化を促すサポーティブな関わりを行った。【考察】背景の異な
る看護師の課題やニーズに対応するためには、全体と個のハイブリットな支援体制の構築
が必要であると考えられた。今後の課題は、臨床看護研究の継続と推進に向け、支援の評価、
現場の指導力向上、論理的思考を段階的に学ぶ機会をラダー研修に位置付けることと示唆
された。

P2-174-4
新人看護師の社会人基礎力評価表を用いた実態調査
野坂∙麻己美（のざか∙まなみ）、三浦∙春彦（みうら∙はるひこ）、中下∙智子（なかした∙さとこ）

NHO 函館病院看護部

【はじめに】前年度の研究で社会人基礎力に関し、新人及び指導者が共に成長を実感できる
内容であるとの結果を得た。社会人基礎力は職場適応の観点以外に多職種と協働し、チー
ム医療を進める看護師においても重要な力と言える。当院の新人看護師における社会人基
礎力の実態調査を目的に本研究に取り組むこととした。【研究目的】当院の新人看護師にお
ける社会人基礎力評価表を用いて、実態調査し、現状を明らかにする。【研究方法】A病院
の新人看護師19名を対象とし、9月・12月の2回で社会人基礎力を基にした評価表を用い
て自己評価をしてもらい、集計した。【結果】9月は13名、12月は15名から回答が得られ
た。社会人基礎力の大項目「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」の3項目は、
全て上昇していた。その中の12の各能力要素の結果は主体性だけが減少していた。【考察】
12の各能力要素の主体性について、アンケートの自由記載で「まだ言われないと気付かな
いこともある」と回答があった。新人が一人で判断・実施するまでに至っていないため、先
輩の指導を受けて意識していく過程と考える。新人と先輩とのやりとりの中で看護ケアの
理解が深まり、主体的な行動に繋がると考える。考え抜く力では、全ての能力要素で平均
点が上昇しており、看護実践を効果的・発展的に展開するために新たな介入方法を提案で
きる力が身についてきていると考える。【結論】本研究での自己評価の結果、12の各能力要
素のうち主体性だけが減少していた。新人が一人で判断・実施するまでの思考や実践に至っ
ていないこともあるため、先輩の指導を受けることで気づき、主体的な行動へ繋がると示
唆された。

P2-174-3
脳神経内科病棟における新人看護師の思いと支援～リフレクション議事録
からの考察～
中川∙賀代（なかがわ∙かよ）、篠澤∙由香（しのざわ∙ゆか）、山本∙明日香（やまもと∙あすか）、宮地∙萌々花（みやち∙ももか）、
細井∙尚美（ほそい∙なおみ）、益川∙薫（ますかわ∙かおる）、中島∙玲美（なかじま∙さとみ）、町野∙由佳（まちの∙ゆか）

NHO 三重病院脳神経内科

【目的】当脳神経内科病棟は意思疎通が困難な患者が多く、離職回避に重要と述べられてい
る「患者の感謝と励まし」が受けにくい。そのため、重要となる要素は何であるのか新人看
護師の思いや課題の変化を経時的に分析した。分析した結果をもとに実践を行い、効果を
検証することを目的とした。【対象】2023年に当病棟に配属された新人看護師3名。【方法】
患者の個別的なケアやコミュニケーション方法の学習会を開催し、全患者と均等に関われ
るように部屋割り調整を行った。入職後半年間のリフレクション議事録（入職後1、3、6 ヶ
月）をデータとし、過去6年間に配属された新人看護師とのデータの比較を行った。データ
の分析方法は、KH Coderを用いて言葉の量や関係性、経時的変化と影響因子を分析した。【結
果】新人看護師の思いや課題の変化を分析した結果、早期から患者の個別的なケアやコミュ
ニケーションの方法を習得することが重要と明らかになった。早期から意図的に意思疎通
が困難で個別的なケアやコミュニケーション方法を必要とする患者と関わることで患者の
言いたいことが理解でき自信に繋がった。そのことにより、苦手意識が低減し、不安の軽
減につながったと考察する。一方では、入職から半年間を通して夜勤や看護技術の習得に
対するストレスが常に強いことも明らかになった。【結論】新人看護師のリアリティショッ
クや離職を回避するためには、意思疎通が困難で個別的なケアやコミュニケーション方法
を必要とする対応が難しい患者のケアの習得を行うことが有用である。さらに効果を高め
るためには、看護技術の習得がスムースに進むように支援する必要性が明らかになった。
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P2-175-2
外来治療を受けるがん薬物療法患者を支えるための取り組み
星野∙睦美（ほしの∙むつみ）

NHO 西新潟中央病院看護部

【はじめに】がん薬物療法（以下、化学療法）患者を取り巻く療養環境も大きく変化し、多く
の化学療法が外来で行われるようになった。当院でも、外来化学療法を実施している。よ
り安全で確実な化学療法看護を実践するために、現状を分析し、外来化学療法実施手順の
見直し・改訂、病棟－外来間の情報共有ツール（以下、外来ケモ移行患者テンプレート）を
作成したので報告する。【分析結果・取り組み】1．2017年以降、外来化学療法実施手順は
見直されておらず、最新の治療薬使用時の手順がなかったため、外来化学療法実施手順の
見直し・改訂を行った。2．化学療法を受ける患者について病棟と外来が連携するための手
順やツールがなかったため、情報共有のために外来ケモ移行患者テンプレートを作成した。

【考察】看護手順は、ケアについてどのように行うかを示し、ケアの質の水準を維持し、安
全のためにその手順を成文化したものである。患者・看護師両者にとって安全で確実な化
学療法看護を実践するために、外来化学療法実施手順の改訂が必要と考え、改訂に取り組
んだ。外来化学療法手順を改訂することは、化学療法看護のケアの質の水準維持、安全・
安心な看護の化学療法看護の提供に繋がることが示唆される。化学療法は、入院中に導入
し外来治療に移行する。患者がより安心して外来治療できる環境を整えるために、患者に
ついて情報収集することは重要である。病棟看護師と外来看護師どちらにとっても使いや
すい情報共有ツールとして外来ケモ移行患者テンプレートと運用基準を作成した。外来ケ
モ移行患者テンプレートを作成し活用することは、病棟－外来間の継続看護の実践に繋が
ることが示唆された。

P2-175-1
看護師が褥瘡予防ケアをできるようになるための取り組み
青手木∙美琴（あおてき∙みこと）、山口∙明恭（やまぐち∙あすみ）、鈴木∙恭子（すずき∙きょうこ）、冨永∙沙耶香（とみなが∙さやか）

国立がん研究センター中央病院18階病棟

【目的】当院の1病棟当たりの褥瘡発生平均件数は0.7件/月だが、A病棟は1.4件/月で褥
瘡発生数が多い。褥瘡発生要因分析の結果、自立度の高い患者の褥瘡発生が多く、皮膚観
察不足と患者への指導不足が明らかになった。また病棟看護師が若年化しているため褥瘡
予防の知識が不足していた。皮膚観察を強化し、褥瘡ケア能力の向上、患者参画の褥瘡予
防ケア等、褥瘡発生の減少に向けた取り組みについて報告する。【実践方法】2023年12月
～ 2024年4月に以下の取り組みを実施し、2024年4月に結果を集計した。病棟看護師に
過去の褥瘡背景と皮膚観察率が低いこと、褥瘡予防ケア方法を周知した。皮膚観察を定着
させるために患者の自立度に関係なく皮膚の観察をする曜日を設定し、ポスター掲示を行
い視覚的な意識付けを行った。また、経験年数3年以下の看護師は4年以上の看護師と一緒
に皮膚観察を行い、ケアを学ぶ機会を増やした。患者と共に褥瘡予防を行うために、褥瘡
好発部位を示したパンフレットを作成し、全入院患者に褥瘡指導を行った。【結果】介入後、
皮膚観察実施率は47％から83％に改善した。経験年数に関わらず皮膚を観察する意識が定
着し、早期から褥瘡予防ケアができた。また、患者に褥瘡予防指導をした結果、積極的に
体位変換をするようになったと反応が得られた。結果、褥瘡発生件数は1.4件/月から1件
/月に減少した。【考察】皮膚観察強化は、褥瘡予防ケアにつながった。また、経験年数3年
以下の看護師が4年以上の看護師と皮膚状態を共有し、アセスメントすることで、看護師の
知識の向上と早期ケアができた。パンフレットを用いた患者指導は、患者の褥瘡予防の意
識付けになった。

P2-174-8
ACTy研修生を対象とした集合研修と機会教育の継続を試みて
松下∙智子（まつした∙ともこ）、佐々木∙薫（ささき∙かおる）、田中∙孝浩（たなか∙たかひろ）

NHO あわら病院看護部

【はじめに】教育委員会では集合研修の企画・運営しているが、研修を受講後に課題提出す
ると研修は終了しOJTでの継続教育は各部署の看護師長・教育担当副看護師長に委ねてい
た。しかし最終評価において到達目標が達成できない研修生が一定数いる。その原因は集
合研修の学び・課題が病棟に浸透できてないこと、研修生の到達目標を意識し関れていな
いことにあると考えた。そこでOJTへの継続教育を実践することを目的に、研修生の到達
目標と集合研修の内容と課題、部署での教育を可視化したシート（以下OJTシートとする）
を作成し活用したので報告する。【目的】各ラダーの研修生が到達目標に向けて課題に取り
組めるよう集合教育とOJT教育の連動を図るためのツールを作成し活用する。【方法】1．
OJTシートを作成し、教育委員会での意見交換・周知．2．各病棟で研修生・担当者に対し
OJTシートについて説明を行い活用3．教育委員会でOJTシートの活用状況の確認【結果】
教育委員を中心に病棟内での活用を促したが、活用方法の具体化が出来ておらず活用方法
にばらつきがあった。OJTシートが統一して活用できるようモデルシートを作成した。【考
察】研修生への関わりを振り返りOJTシートへ書き込み、シートの改善点・活用方法につ
いてモデルシートを作成したことで活用についてイメージ化を行うことができたと考える。
活用についても、病棟での研修生と教育担当者の話し合いの場だけでなく、集合研修や研
修報告の際に用いる等教育委員会で評価を行い活用していく必要がある。【まとめ】研修生
の1年間の学びを可視化することで継続した学習を行っていることができる。

P2-174-7
北陸地区6施設でラダーレベル4合同研修を実施して　第1報～教育担当
看護師長として合同研修を振り返る～
泉∙外茂子（いずみ∙ともこ）1、淺井∙美穂子（あさい∙みほこ）1、齊藤∙富美恵（さいとう∙ふみえ）1、高道∙香織（たかみち∙かおり）1、
宮川∙明美（みやがわ∙あけみ）1、八反∙美子（はったん∙よしこ）1

1NHO 金沢医療センター看護部、2NHO 石川病院看護部、3NHO 富山病院看護部、 
4NHO 医王病院看護部、5NHO 七尾病院看護部、6NHO 北陸病院看護部

【はじめに】令和6年度より幹部看護師任用候補者選考の要件として、ACTy Ver.2レベル4
修了が必須となり、より重要視されるようになった。各施設では、施設の特色を踏まえた
教育プログラムを作成しているが、求められている能力は同一であるため、今回北陸地区
合同で研修を企画実施した。【実施内容】1．各施設教育担当看護師長間で教育研修の現状と
課題を共有した。2．各施設のレベル4研修生が一同に会し、外部講師より、看護チームに
おけるマネジメント力を育てるというテーマで合同研修を行った。3．合同研修後、課題解
決に向け計画立案・実践するレベル4研修生への支援と、その後の成果報告会を実施した。

【結果】1．各施設の教育研修の現状・課題を共有した結果、レベル4研修はリーダーシップ・
倫理・ACP・リフレクション研修等を中心に実施されていた。2．合同研修は研修生48名
が参加し、講義とグループワークを実施した。研修後のアンケートでは87％の研修生が講
義への理解が深まったと回答した。3．レベル4研修生は各施設での実践計画に取り組んだ。
合同成果報告会は震災の影響で、各施設での成果報告に変更した。研修生は、自らにリーダー
シップが求められていることや、その難しさを実感しながら取り組み、新たな自己の課題
を見出していた。【考察】教育担当者として、自施設でレベル4研修が目標を到達できる研
修なのか不安を持ちながら取り組んでいた。合同研修を行い6施設共通の研修計画に取り組
んだことで、研修の質が向上し、教育担当者の研修生への支援にも良い変化をもたらした。
研修生の達成感のみならず、教育担当看護師長の自信につながった。
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P2-175-6
医療機器における病室の音環境改善の取り組み ―騒音の実態調査より―
山本∙華月（やまもと∙かづき）、小林∙香織（こばやし∙かおり）、高橋∙岳志（たかはし∙たけし）、高橋∙利津子（たかはし∙りつこ）、
山崎∙由紀子（やまざき∙ゆきこ）、加藤∙万里代（かとう∙まりよ）

NHO 医王病院看護部第3病棟

【はじめに】当病棟は医療機器アラームが鳴る環境である。神経難病患者は意思伝達機能が
低下し不快な思いを伝えられない為、医療者が快適な療養環境を提供できるよう努めるこ
とが課題となる。快適な療養環境を提供する為には医療機器の音が環境基本法で定められ
ている騒音基準値と比較し、音環境改善への取り組みを図る事が課題である。今回医療機
器の音を調査し、音環境の改善に繋げていきたいと考えた。【方法】調査期間：2024年4
月1日ー 4月14日。A室の人工呼吸器アラーム、Spo2アラーム鳴動時、A室（人工呼吸
器、パルスオキシメーター）、隣部屋のB室（パルスオキシメーター）、向かい部屋のC室（医
療機器なし）を測定。カーテン閉鎖、扉半開、扉全開にて測定した。【結果】人工呼吸器ア
ラーム音はA室（73.8dB）B室（51.0dB）C室（59.7dB）東廊下（45.7dB）西廊下（43.5dB）。
Spo2アラーム音はA室（70.2dB）B室（44.9dB）C室（44.3dB）東廊下（46.3dB）西廊下

（42.6dB）。C室はカーテン閉鎖（43.5dB）扉半開（44.2dB）扉閉鎖（46dB）であった。【考
察】医療機器のアラーム音は騒音基準値を超えており、看護師には聞き慣れた音であって
も患者には不快に感じていると考えられる。今回、カーテン閉鎖、扉半開、扉閉鎖をする
ことで騒音が低下したことが明らかとなり、音環境の調整の取り組みが必要である。今後、
快適な療養生活が送れるよう、看護師によるアラームに対しての素早い対応やこまめな気
遣い、音環境改善の検討が必要である。【結論】医療機器の音は騒音基準値をはかるに上回っ
ていた事が明らかとなり、部屋の扉調整、アラームの音量の検討、看護師による素早いアラー
ム対応に努める必要がある。

P2-175-5
感染・医療安全リンクナースが主体となった環境整備への取り組み
佐藤∙美香（さとう∙みか）、石井∙亜耶（いしい∙あや）、高見澤∙翔一（たかみさわ∙しょういち）

NHO 信州上田医療センター消化器外科・泌尿器科・乳腺内分泌外科・形成外科

【研究目的】COVID19を経験し環境を整えることの重要性が再認識された。その視点で現
在の患者環境の見直しを行った際、スタッフよりベッド周囲の煩雑さに対し意見が聞かれ
た。本研究では、スタッフの意見を副看護師長として活かし、環境整備強化に向け、整理
整頓チームを立ち上げ病棟スタッフ一人ひとりの意識付けができたので報告する。【研究方
法】ジョン・コッターの変革8段階のプロセスをもとに、整理整頓チームを医療安全・感染
リンクナース、チームリーダー、副看護師長で構築した。療養環境への認識と環境整備の
方法を看護師23名対象に記名自記式質問紙調査を実施した。（1）誰もが同じように実施で
きる（2）短時間に毎日行える物品整理の視点を提示し、整理整頓チームで実施可能な取り決
めを考案。病棟会議にてスタッフの意見を含み調査実施した。【結果】調査より療養環境と
して「どちらともいえない」52％「適していないと思う」30％であった。2つの視点で取り決
めを検討し、テーブルや床頭台での物品整理にかごの使用と、収納物品を明確にした。病
棟周知と取り決めを掲示し可視化することで患者にも協力を得た。実施後「かごの中が煩雑
だと気になる」「整理整頓が楽になった」との意見が聞かれた。【考察】整理整頓チームにリ
ンクナースを含めたことで安全と感染の両面から問題をとらえ対策に結び付けることがで
きた。環境整備を行っていても煩雑さや不適切な環境と感じていたことに対し、2つの視点
を提示したことで問題と改善への方向性が明確になったと考える。また、病棟会議におい
て再検討し決定したことは、自分たちが決めたという認識となり行動変容の一助になった
と考える。

P2-175-4
カテーテルアブレーション治療後の床上安静時間が患者に与えるストレス
について
興梠∙菜穂（こうろぎ∙なほ）、押川∙涼香（おしかわ∙すずか）、深町∙彩（ふかまち∙あや）、島居∙基久（しまい∙もとひさ）

NHO 九州医療センター 5階東病棟

【はじめに】近年不整脈の治療としてカテーテルアブレーションを受ける患者が増えている。
経皮的血管形成術用穿刺部止血材料（PercloseTM）の使用で飛躍的に床上安静時間が短縮し
ているが、床上安静の時間は患者にとって多種多様なストレスがあると考えられる。そこ
で床上安静のストレス要因を明らかにし必要とされる看護介入を検討するために本研究を
行った。【方法】1）対象：当院でカテーテルアブレーションを受けた患者（合併症が出現し
た患者は除外）2）1）に関して治療前日、帰室後、安静解除直前、安静解除直後に59項目の
アンケート調査を実施。3）アンケート結果を各項目で多重比較を実施。4）安静時間とスト
レスの相関関係について調査。【結果】床上安静時間によるストレスを表す治療後と安静解
除直前では『動ける許可が出るまで長いため苦痛に感じる』で有意差が出た。その他の比較
ではあらゆる項目で有意差が出たが、それぞれ異なる項目であった。先行文献で述べられ
ていた尿道カテーテルに伴う疼痛や違和感、安静による行動制限についての苦痛に有意差
を認めた。カテーテルアブレーション後の床上安静時間の平均は7時間であり、安静時間と
ストレスの相関関係では、安静時間が長くなるとストレスも多かった。【おわりに】本研究
では床上安静に伴うストレスは『動ける許可が出るまで長いため苦痛に感じる』という精神
的な苦痛であり、腰痛や尿道カテーテルの違和感や穿刺後の疼痛といった身体的症状のス
トレスに有意差は見られなかった。事前のオリエンテーションで治療の流れや、安静時間
の目安を説明し、患者に苦痛を感じさせないような看護が必要とされる。

P2-175-3
パーキンソン病患者のQOL向上に向けての取り組み
田島∙直己（たじま∙なおき）1、清水∙健太（しみず∙けんた）1、山口∙俊介（やまぐち∙しゅんすけ）2、内田∙侑希（うちだ∙ゆうき）2、
萩原∙久実子（はぎわら∙くみこ）3

1NHO 渋川医療センター看護部5階東病棟、2NHO 渋川医療センターリハビリテーション科、 
3NHO 渋川医療センター看護部４階東病棟師長

【目的】私達は脳深部刺激療法を行うパーキンソン病患者と関わっている。無動・寡動に伴い、
自分の意思での行動が困難となり、患者の主体性が低下していると感じた。このままでは
活動意欲が低下し、QOL低下を恐れたため、入院中も安全に療養生活が送れる工夫として、
安全ラウンド及び症例検討会を導入したので、取り組みを報告する。

【方法】安全ラウンド及び症例検討会を令和4年5月より開始した。安全ラウンドでは手術
前後に看護師とリハビリスタッフでベッドサイドに伺い、個別に応じたADLやウェアリン
グOFF時の活動状況の確認、具体的な介助方法、ベッド周囲のレイアウトを検討、個々に
合わせた安全確保を行った。症例検討会では多職種で日内変動を踏まえた生活動作の介入
方法、内服のタイミング、退院に向けての注意点を検討した。その後、取り組みでの効果
を患者に確認した。

【結果・考察】安全ラウンドは、開始日～令和6年3月までに37件実施した。ベッド周囲の
環境を整えたことで、患者から「ベッド回りの移動がしやすくなった。」との発言が聞かれた。
また、生活環境上での注意箇所を意識して歩行したことで、「気を付けながら前より歩ける
ようになった。」と患者自らの協力を得ながら歩行に前向きな発言も聞かれた。これにより、
日常のすくみ足の減少や転倒予防に繋がったことで活動意欲の向上が図れたと考える。症
例検討会は、開始日～令和6年3月までに18件実施した。多職種で患者を多角的視点で捉え、
個別性に沿った支援の提供や更なる安全確保を行ったことで、患者から「入院中も安全に過
ごせたよ。家でも安心して動けるよ。」との発言が聞かれ、QOLの向上にも繋がったと考え
る。
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P2-176-2
医療観察法病棟に勤務する看護師の対象者の外出・外泊に対するストレス
認知―精神科病棟に勤務する看護師との比較－
山内∙恵子（やまうち∙けいこ）1、石橋∙正浩（いしばし∙まさひろ）2

1NHO やまと精神医療センター精神科病棟、2大阪教育大学総合教育系

【目的】医療観察法病棟に勤務する看護師の対象者（患者）の外出・外泊に対するストレス認
知を明らかにすることである。その際に精神科病棟の看護師と比較する事でより詳細に分
析をしていく。【方法】対象は医療観察法病棟と精神科病棟を有するA病院の看護師。スト
レス認知の測定用具として看護職者精神科ケアストレス尺度（以降ケアストレス尺度）を用
い、外出・外泊について尺度に回答してもらった。二つの病棟を比較するにあたり、ケア
ストレス尺度にはMann-WhitneyのU検定、医療観察法病棟の看護師のストレス認知と回
答者背景の比較では、Mann-WhitneyのU検定とKruskal-Wallisの検定を実施した。加え
てそれぞれに効果量を算出した。本研究は大阪教育大学の倫理委員会の承諾を得て実施し
た。【結果】有効回答は医療観察法病棟の看護師24名、精神科病棟の看護師26名。医療観
察法病棟が年齢、年代が有意に高く、看護師経験月数も有意に長かった。ケアストレス尺
度の比較では「治療的関わり」「知識・技術不足」「患者の否定的態度」「多職種連携」全ての
下位尺度で医療観察法病棟の看護師が有意に高かった。効果量では「治療的関わり」「多職
種連携」で大きな負の効果量があった。医療観察法病棟の看護師のケアストレス尺度と回答
者背景の比較では「治療的関わり」で精神科経験10年超が有意に高く中程度の負の効果量が
あった。「患者の否定的態度」は精神科経験10年超が有意に高く大きな負の効果量があった。

【考察】外出・外泊に対するストレス認知は、医療観察法病棟の看護師の方が高かった。経
験知が高い看護師であるほど経験のない医療観察法病棟の外出・外泊に重責を感じること
が推察された。

P2-176-1
集中治療室へ異動した看護師が抱える困難感
府中∙明香（ふちゅう∙さやか）、笠井∙省兵（かさい∙しょうへい）、本橋∙未優（もとはし∙みゆう）、朝井∙優帆（あさい∙ゆうほ）、
村本∙幸恵（むらもと∙ゆきえ）、加藤∙美奈子（かとう∙みなこ）

NHO 金沢医療センター集中治療室

【はじめに】病院に勤務する看護師にとって,配置転換は避けて通ることができないことであ
る.特に集中治療室（以下ICU）への配置転換は,病棟とは異なる集中ケア看護の特性により
負担に感じる看護師が多い.本研究では,A病院ICUへ異動してきた看護師が抱える困難感を
具体的かつ経時的に明らかにしたので報告する.【研究方法】A病院ICUに3年以内に異動し
てきた看護師7名に対し,半構成的面接を行い,質的記述的に分析した.【結果】ICUへ異動し
てきた看護師が抱える困難についてカテゴリー化し,【病態を理解して看護をすることができ
ていないと感じる】【患者の状態をアセスメントすることができていないと感じている】【異
動前の環境からの変化に慣れることが難しいと感じている】【疾患・技術に対する困難感】【自
信のないことを行う時の不安感】【家族との関わりに対する戸惑い】【医師との関りに対す
る戸惑い】の7カテゴリーが抽出された.【考察】ICUへ異動してきた看護師は,ICUの特徴か
ら,「知識・技術に関する困難感」,「患者の状態を判断し医師へ報告をすることへの戸惑い」
を感じていた.また,急変時の対応や教育指導など「自信がないことを行うときの不安」,異動
後の「慣れない環境変化」,「家族との関わりに対する戸惑い」を感じていた.これらの困難は
看護師経験年数,異動の時期にはばらつきがみられた.【結論】知識・疾患については看護師
経験年数,異動の時期問わず常に困難と感じており,医師や家族との関わりは経験年数が短
い看護師ほど困難と感じていた.経験年数が長い看護師は異動後に他看護師の教育面を任さ
れ不安を抱えていた.

P2-175-8
小児病棟でモニターアラームの無駄鳴りを減らすための取り組み～重大ア
ラームに迅速に対応するために～
満留∙美遥（みつどめ∙みはる）、荒関∙由香（あらせき∙ゆか）、小野∙早紀（おの∙さき）、内門∙絵菜（うちかど∙えな）、
國仲∙朋子（くになか∙ともこ）、朝戸∙信家（あさと∙しんや）

NHO 埼玉病院小児科

【はじめに】A病棟は40床の急性期小児病棟であり、状態が変動するリスクのある患児の多
くが生体モニターを必要とする。A病棟で発生するアラームには、体動によるモニター外れ
など患者要因だけでなく、アラーム設定指示の不適合など医療者要因もあり、頻回に鳴る
アラーム（以下、無駄鳴り）に看護師が対応しきれていない現状がある。重大なアラームを
見過ごさないために、アラームの無駄鳴りを減らす取り組みを行ったため報告する。【方法】
1．無駄鳴りが多い要因を患者、スタッフ、医師の指示に分類し検討。2．看護師にインタ
ビューを実施。3．アラームレポートの内容を分析。4．医師との情報共有方法を再考。5．
患者要因に対する対策実施。6．対策実施後に再度アラームレポートを分析した。【結果・考
察】1回目のアラーム分析では、1日1人あたりのアラーム件数：228.0件、テクニカルアラー
ム数：113.6件、SpO2プローブ確認件数：55.9件だった。取組を行った結果、2回目の
アラーム分析ではそれぞれ180.4件、104.2件、49.9件と減少し、無駄鳴りが減ることで
アラームの信憑性の向上に繋がったと評価できる。しかし、アラームが鳴ってもすぐに対
応しない看護師がいる現状があり、インタビューでは、「アラームが常に鳴っていると、ア
ラームの正確性を感じない」と回答があった。緊急アラームの解除率に大きな変化は見られ
なかったことから、アラームに対して即時に対応するという看護師の意識改革が次の課題
と言える。

P2-175-7
一般病棟での心電図モニター監視体制の強化に向けた取り組み
森田∙有希子（もりた∙ゆきこ）、大森∙のどか（おおもり∙のどか）、山本∙佳奈（やまもと∙かな）、吉川∙智章（よしかわ∙ともあき）

NHO 姫路医療センター看護部B-3病棟

【背景】呼吸器内科病棟では心電図モニター（以下モニター）による監視を10名程度行ってい
る。しかし、アラーム音が鳴っても速やかに対応しなかったり、スタッフステーションに
看護師が不在で対応できないなどの課題を抱えていた。今回、モニター監視体制を強化す
るための業務改善に取り組んだため報告する。【目的】モニターの監視体制強化の取り組み
の成果と課題を検討する。【取り組み期間】令和5年4月1日ー令和6年9月30日【倫理的配
慮】当院の倫理審査委員会の承認を得た。【取り組み内容と結果】リーダー会メンバーで病棟
の目指すべき姿を「常時モニターを監視しアラームに素早く対応できる」と共通認識し、病
棟スタッフに改善の意義や取り組み方法を伝達した。看護師3 ー 4名が交替制で責任の所
在を明確にしながらモニター監視係を務めるとともに、モニター波形の解説を行うなど心
電図に慣れてもらえるような工夫を取り入れた。実施後、「今の時間、私がモニターを見て
おきます。」のような声かけが増えたが、一方で患者対応などでうまく監視係を引き継ぐこ
とができない様子も散見された。現在はさらなる改善として、モニター監視係を担当患者
を持たないリーダー一人に定めたことで、リーダー役割を発揮しながらモニター監視を行
う体制ができつつある。【考察】現在の体制を進めることで、継続的なモニター監視を実現
するとともに、リーダーの業務調整や教育的関わりの質の向上が図れると考えている。し
かし、リーダーの役割やその業務ついて再検討と明確化が必要である。安心安全な病棟づ
くりに向けて、引き続き業務改善を進めていきたい。
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P2-176-6
Give it a try ！から始める業務改善～ドレーン・チューブ固定方法のマ
ニュアル整備について～
米田∙真央（よねだ∙まお）1、入汐∙俊（いりしお∙すぐる）2、福園∙麻衣（ふくぞの∙まい）1、久保∙桃花（くぼ∙ももか）1、
松田∙尚樹（まつだ∙なおき）1、林∙愛梨（はやし∙えり）3、内藤∙潤（ないとう∙じゅん）1

1NHO 大阪南医療センター西館6階病棟、2NHO やまと精神医療センター看護部、 
3NHO 奈良医療センター看護部

【はじめに】A病棟では、ドレーン・チューブに関するインシデントが2023年4月～ 9月で
16件起こり、2022年度と比較して6件増加傾向にあった。原因として、新規採用者を含
め異動者が10名と多いこと、病棟のルールが明文化されていないことによりルールの周知
が不十分であったことが考えられた。また、何重にもテープを重ねてドレーンやチューブ
を固定するため手順が煩雑でコストがかかる状況のため、マニュアルを整備する必要があ
ると考えた。【方法】専門看護師や認定看護師と相談してドレーンの固定方法や固定用テー
プに関する改善案を検討し、スタッフへ提案した。そして、改善活動チームを結成し、スタッ
フへの手技指導や質疑応答に対応した。スタッフが改善活動に参加しやすくするため、固
定用テープを予め準備しておき、テープを収納している棚に常備した。また、テープを収
納している棚に手順を明記し、棚の近くにデモキットを設置して、改善活動へ参加しやす
い環境づくりを行った。試験運用期間を設け、患者に挿入されたドレーン・チューブの固
定をスタッフに実践してもらった後、スタッフの意見をもとにマニュアルの整備を行った。

【結果】固定方法や固定用テープを簡素化し統一したことで、テープ交換に要する時間が短
縮し、年間で約3万円のコスト削減につながった。また、ドレーンに関する問題を自分事と
して捉え、マニュアル整備に対し活発に意見を述べてくれるようスタッフが変化した。【お
わりに】業務改善に取り組んでいるという意識づけと「まずはやってみよう」と思えて改善活
動に参加しやすい環境を整えることで、現場のリアルな意見がより反映されたマニュアル
整備につながったと考える。

P2-176-5
消化器外科手術を受ける患者に行う術前オリエンテーションツールの作成
星野∙茜（ほしの∙あかね）、佐藤∙優気（さとう∙まさき）、森∙夏菜美（もり∙かなみ）、工藤∙雅未（くどう∙まさみ）

NHO 旭川医療センター外科,放射線科,循環器内科,呼吸器内科

【はじめに】A病院では、腹部手術向けのクリティカルパスはなく、術前担当看護師は口頭
でオリエンテーションを行っているが説明に統一性がなかった。今回、腹部外科手術患者
を対象に視覚的にイメージできるパンフレットを作成し、その効果を検証する。【研究目的】
術前担当看護師が患者に統一したオリエンテーションを不安なく行うことができたのかを
明らかにする。【研究方法】研究対象は病棟看護師23名、質的研究で、分析方法はパンフレッ
ト使用が有効であったか、アンケート結果をコード化しカテゴリー別に分析した。【倫理的
配慮】A病院の倫理審査委員会の承認を得た。【結果、考察】パンフレットを作成しオリエン
テーションを実施することは、リカバリー室未経験看護師も術後のイメージがつき、不安
の軽減に繋がるとともに、患者との関係性の構築にも繋がったと考える。視覚的イメージ
を持つことは、患者にとって術後が予測でき不安や緊張が軽減、術後合併症やせん妄予防
に繋がると考える。【結論】リカバリー室未経験～ 3年目の看護師が、自身も術後の状態が
イメージでき、不安なく患者にオリエンテーションが行えた。また、統一したツールを使
用することは、説明事項を漏れなく伝えられたことで、看護の質の保証に繋がり、より安
全で安心した看護の提供に繋がると考える。

P2-176-4
病棟マニュアルを作ろう ～看護手順・処置介助の統一を目指して～
南川∙奈穂（みなみかわ∙なほ）、新井∙菜々子（あらい∙ななこ）、白石∙彩（しらいし∙あや）、稲田∙那奈（いなだ∙なな）

NHO 仙台医療センター看護部5西病棟

【目的】A病棟の2023年3か月間における手術は156件、検査や処置は71件であった。し
かし看護師が行う看護や処置介助の手順には個人差が生じていた。現状を把握した上で個
人差の原因を明らかにし、看護手順・処置介助の統一を行う。【方法】看護師25人を対象とし、
看護手順・処置介助に関して「個人差」「患者からの指摘」「院内共通マニュアルの把握」「マ
ニュアルを見ない理由」についてアンケート調査を行った。フィッシュボーンを用い、個人
差の原因を明らかにした。病棟マニュアルを作成し2か月使用後、効果の確認を行った。【結
果】69％の看護師が個人差を感じており、53％の看護師が患者より手順等について指摘を
受けていた。院内共通マニュアルを見ない看護師は61％で、個人差の原因はマニュアルに
知りたい項目がなく実用性に欠ける事、そのため口頭での伝達が主流になっていることが
分かった。それらを踏まえ、新たに6種類の処置について病棟マニュアルを作成した。活用
後には、個人差を感じる看護師は12％に、患者からの指摘は8％に減少した。また、95％
の看護師が今後も病棟マニュアルを活用したいと回答した。【考察】実用可能な病棟マニュ
アルを作成した事で個人差が改善され、患者の不安軽減に繋がった。意識すべき事が明確
になり、手技や声掛けに変化が生じ、より安全な看護に繋がったと考えられる。看護師の
看護手順・処置介助の個人差を改善するためは、実用できるマニュアルが有効であり、マニュ
アルの活用により安全な看護を実施できると考えられる。【結論】実用性の低いマニュアル
は口頭で補足され、看護手順に個人差が生じる。実用可能なマニュアルにすることで手順
の統一ができる。

P2-176-3
認知症治療病棟で看護師が与薬時に感じる困難の要因
山瀬∙悠（やませ∙はるか）、今川∙さち子（いまがわ∙さちこ）、林∙祐也（はやし∙ゆうや）、山下∙健太（やました∙けんた）、
山田∙士郎（やまだ∙しろう）、宮内∙美幸（みやうち∙みゆき）

NHO 北陸病院看護部

【はじめに】認知症治療病棟には常に見守りが必要な重度の認知症患者が多く、患者はホー
ルに集合し活動する体制をとっている。疾患の特性上、フルネームで名乗ってもらうこと
が困難である等、患者認証の手段が少ない。このような背景から、看護師は与薬時に何か
しらの困難を感じているのではないかと考えた。今回、当院の認知症治療病棟で看護師が
与薬時に感じる困難の要因を明らかにすることで、与薬事故防止の方向性が見出せたため
報告する。

【方法】認知症治療病棟に勤務する看護師および准看護師11名に対し、半構成的面接法を実
施した。インタビューでは認知症治療病棟での内服与薬の際に困難であった体験を調査し、
得られた録音データから逐語録を作成した。その内容からコードを作成し、類似性を確認
しながらカテゴリー分類を行った。

【結果】困難の要因として【患者認証手段が乏しく患者間違いのリスクが高い環境】【与薬の
みに集中できない多忙な業務】【内服拒否時の対応】の3カテゴリーが抽出された。

【考察】認知症治療病棟は一般病棟と比較して患者間違いのリスクがより高い環境にあり、
電子カルテのない当院の看護師は患者認証を記憶に頼らざるを得ない。さらに与薬時に他
の患者の行動観察やBPSD対応といった多重業務に陥ることから、看護師は集中力を欠き易
く、リスクテイキング行動に至りやすいことが明らかとなった。これにより事故防止の方
向性として、客観的な患者認証手段やシステムの検討と、集中して与薬業務が行える業務
体制の見直しが必要であることが明確になった。
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P2-177-2
退院後に著しい皮膚障害に陥った壮年期オストメイトの1症例
岩尾∙あかね（いわお∙あかね）

NHO 函館病院看護部

【はじめに】入院中にストーマセルフケアを出来ていた患者が、退院後にストーマ装具が貼
れなくなる程の重篤な皮膚障害に陥った壮年期オストメイトへの関りによって見えた問題
を振り返った。【患者紹介】A氏、50代、男性。大腸癌の腹膜播種と診断、双孔式回腸ストー
マが造設された。抗癌剤治療が開始された後、電解質異常、肺塞栓症を併発し入院は長期
化した。術後2 ヶ月後に自宅退院となったが、退院9日後にストーマ周囲の皮膚障害を訴
えて来院、入院となった。【経過】ストーマ周囲の皮膚広範囲に疼痛や腫脹を伴う著明な発
赤と糜爛を認めた。症状が著明だった為、ストーマ装具を直接貼付できず、3種類の皮膚保
護剤を使用して装具を貼付、症状の改善を促した。看護師が装具交換を行い、創傷治癒遅
延の要因でもある抗癌剤治療は症状が改善するまで休止となった。A氏は治療に伴う体力の
低下や皮膚障害は自分のせいと感じ、退院後のセルフケアに自信を無くしていた。退院調
整チームが介入し、訪問看護を利用してストーマセルフケアを支援していく事とした。【結
果】入院後、約1週間で糜爛は上皮化し、装具の貼付が可能となった。退院後のストーマト
ラブルは今に至るまで生じていない。【考察・結語】壮年期はライフステージの変化により多
様な課題が課せられる時期であり、また責任感もこれまでの人生でより感じやすい時期で
もある。だからこそ人に頼れないと感じて無理をしていた所があったのではないか。高齢
化社会の現代で、『まだ若いから大丈夫』と医療者側も一方的な判断をしていた。ストーマ
ケア指導は年齢だけで判断せず、患者一人一人の背景を見据えながら慎重な退院支援が必
要である。

P2-177-1
退院後の生活に強い不安を抱えたストーマ造設患者に対して退院後訪問を
行い不安軽減繋がった一例
狩俣∙早紀（かりまた∙さき）、岩崎∙涼子（いわさき∙りょうこ）

NHO 埼玉病院看護部

【はじめに】自宅での生活に不安を抱え退院に消極的であったストーマ造設患者に対して病
棟看護師が退院後訪問を行い、不安軽減に繋がった事例を経験したため報告する。【倫理的
配慮】個人が特定されないよう配慮した。【症例】50歳代女性。直腸癌にて腹腔鏡補助下直
腸低位前方切除術を実施。補助化学療法実施中に直腸腟瘻を併発し、一時的ストーマ造設
となった。【看護の経過】術後の経過は良好で有り、交換手技も問題無く実施できていたが
突然ストーマ造設となったことや化学療法の副作用による末梢神経症状のため、手技に自
信が持てなかった。また退院後の生活に対しても不安を訴え退院に消極的であったため、
患者の生活の場で信頼関係を構築してきた病棟看護師が継続して訪問を行うことで安心し
て自宅へ帰れると考えた所、受け入れがあった。訪問に関しては、患者と相談し安心して
自信を持って交換できるよう日程や時間等を調整した。自ら日常生活や交換時の目標、問
題点を日々記録に残していたため、訪問時に解決できるよう関わることで、回数を重ねる
毎に自信を持って交換に臨めるようになった。【考察・結語】今回の事例では自宅での生活に
強い不安を抱えていた患者に対し、ストーマ外来ではなく患者の生活の場で信頼関係のあ
る病棟看護師が直接指導を行える退院後訪問を選択した。退院後はストーマ外来という選
択を行ないがちだがそれぞれの患者の不安や状況を考えることが重要であり、患者の生活
の場で病棟看護師が支援を継続したことで、自信を持ってケアができる環境を整えること
ができ退院後の生活に不安を抱える患者にとって心理面の継続サポートに繋がったと考え
る。

P2-176-8
難病患者の在宅復帰支援における多職種連携と支援の明確化～在宅復帰支
援チェックシートの作成～
泉名∙ひとみ（せんみょう∙ひとみ）、池村∙幸代（いけむら∙さちよ）、山本∙弥生（やまもと∙やよい）

NHO 鈴鹿病院看護部

【はじめに】当病棟は神経難病病棟であり、医療依存度や介護依存度が高く長期入院である
患者が多い。外出や外泊・自宅退院を希望する患者も多く、患者の在宅療養へのニーズは
高い傾向にある。しかし長期入院が主である当病棟にとって、スタッフの在宅復帰支援の
経験がほとんどない。そして在宅復帰支援において多職種連携の機会も乏しく、私が経験し
た支援の中でも、支援が不足しており退院日が延期となったケースもある。医療機関から
在宅への移行には、患者が抱える医療上・生活・ケア上の課題への多職種支援が欠かせな
いと感じた。課題解決のために必要な多職種連携や具体的な支援内容を示したチェックリ
ストを活用することで、多職種連携強化、在宅復帰支援の充実につながると考えた。これ
らから在宅復帰チェックシートの作成に至った経緯を報告する【目的】在宅復帰支援チェッ
クシートを作成し、多職種が連携し統一した情報をもとに在宅復帰支援につなげる【結果及
び考察】病棟での退院支援を通して支援内容の明確化と多職種連携が必要であると痛感し
た。この学びからチェックシートが有効であると感じた。入院前から外出・外泊・自宅退
院後に、多職種との情報共有・連携するべき項目を挙げ、医療上の課題と生活・ケア上の
課題で予測される支援項目をリスト化した。そして、外出・外泊時には、必要項目にチェッ
クをして使用できるようにした。支援内容の明確化や具体的な多職種連携の方法など在宅
復帰支援において必要不可欠である内容をリスト化した在宅復帰支援チェックシートの作
成ができたと考える。

P2-176-7
化学療法の確実な算定を目指して～実態調査とフローチャートの活用につ
いて～
金本∙沙希（かなもと∙さき）、北方∙梨佐（きたかた∙りさ）

NHO 兵庫中央病院東4階病棟

【はじめに 】看護師は病院経営についての学習の場が少なく知識も十分でない。継続した勉
強会に取り組み、化学療法の算定方法のフローチャートを作成し、算定漏れ防止に取り組
んだ。【目的】化学療法時の算定状況を確認し算定漏れを減少させる。【調査方法】・病棟看
護師（看護師長除く）21名を対象に病院経営のアンケート調査を実施・化学療法を行った、
2022年5月～ 2023年1月患者5名、2023年5月～ 2024年1月患者7名の算定調査【結
果】化学療法実施看護師により、フローチャートを用いて化学療法の算定を行い、記録内容
や長期的な算定の状況の調査を行った。その結果、「抗悪性腫瘍剤局所持続注入」と「呼吸心
拍監視」について算定率が100％となった。化学療法における、算定に対する意識の向上が
認められた。さらに、退院準備一覧にも算定状況の記載を行い、退院前にも算定漏れの確
認を行うことが出来た。しかし、呼吸心拍監視についての、記録の記載が無いため算定に
繋がっていない現状があった。【考察】今回の調査を通し、診療報酬の算定についての勉強
会とフローチャートを活用することで、スタッフの算定漏れに対する意識の向上に繋がり、
確実な算定に繋がったと考える。また、実施記録を確実にすることで、診療報酬算定の要
件を満たす。そのため、記録についても継続的に指導を行う必要があると考える。今後、
記録に残すことが出来る対策を記録委員と協働して取り組み、定期的な確認を病棟スタッ
フ全体で行っていきたい。
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P2-177-6
皮膚科外来に通院する高齢患者のスキンケアに関する実態調査
最上∙直子（もがみ∙なおこ）、緒方∙亜紀（おがた∙あき）、俵∙あい（たわら∙あい）、山口∙千春（やまぐち∙ちはる）、
窪田∙マキ（くぼた∙まき）

国立療養所奄美和光園看護課

【はじめに】ハンセン療養所A園（以下A園とする）では、皮膚科の保険診療を行っている。
外来受診の半数を占める65歳以上の高齢者は、ドライスキンの治療を要する方が多い。先
行研究において保湿剤を継続塗布している高齢者はわずか1割であったことから、高齢患者
のスキンケアの実態調査を行い効果的な支援を明らかにしたいと考えた。【研究目的】皮膚
科外来に通院する高齢患者のスキンケアの実態を明らかにする。【研究方法】1.研究デザイ
ン：実態調査研究、量的研究　2.研究対象: A園皮膚科外来に通院する65歳以上の患者の
うち、再受診で保湿剤の継続処方のある患者28名　3.調査期間：令和5年8月～令和5年
9月4.調査内容：1）性別、年齢　2）現在の皮膚症状　3）保湿剤の使用状況　4）保清のセ
ルフケア状況　5）外来看護師への要望【結果・考察】回収率は96.4％、男性が66.7％、75
～ 84歳が37.1％と多かった。80％以上の高齢患者に保湿剤の使用ができており、その理
由として保湿剤の効果を実感し通院継続できていたこと、家族やデイケアなどの介助者の
存在が考えられた。また、一方ではかゆみや乾燥症状があり保湿剤の使用不足がみられた。
皮膚乾燥の自覚が乏しいことや外用薬の使用方法が複雑で理解が難しいことが効果的な保
湿剤使用に繋がりにくいと考えられた。【結論】1．A園皮膚科外来の高齢患者80％以上が
保湿剤を使用できていたが、保湿剤の知識不足とセルフケアの不足が考えられた。2．外来
看護師の役割として、患者のスキンケア状況を見極め個別性を重視した記録と、医師と連
携した指導の継続が重要であった。

P2-177-5
抗EGFR阻害剤による皮膚障害予防のための指導の効果～ PRO-CTCAE評
価を用いて～
山田∙優子（やまだ∙ゆうこ）、北川∙友香（きたがわ∙ゆき）、金澤∙玲子（かなざわ∙れいこ）、岡本∙広美（おかもと∙ひろみ）、
大石∙麻莉（おおいし∙まり）、岡田∙愛（おかだ∙あい）

NHO 関門医療センター外来

【目的】抗EGFR阻害薬治療を受ける患者の皮膚障害予防のための指導の効果を検証する【方
法】研究期間は令和5年7月～令和5年10月。7名を対象とし、セルフケア方法と毎日のス
キンケア日誌の記載、週1回のQOLとPRO-CTCAEの自己評価を指導した。記録から医療
者が評価したCTCAEの値を抽出した。初回から指導を開始した2名を介入群、2コース目
から～ 8コース目に指導を開始した5名を対照群とし、比較検討した。分析方法はCTCAE
をMann-Whitneyで分析した。QOLと PRO-CTCAE評価を得点化し、Spearman検定で
相関をみた【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会承認を得て、患者に説明し同意を得た【結果】
CTCAE評価は皮膚乾燥と全項目の合計点の2つで有意差を認めた。QOL2項目と皮膚障害
に関する4項目で強い正の相関があった。皮膚障害での中止や延期は、介入群ではなかった
が、対象群では2名が延期となった【考察】介入群に皮膚障害での治療中止や延期がなかっ
たことから、指導や面談で患者の不安を聞き、スキンケアを怠らないよう関わり予防行動
に繋げることは、皮膚障害の予防、セルフケア意識の向上、そして治療継続に重要である
と考える【結論】1 介入群は対照群と比較し皮膚乾燥が優位に高かった　2 QOL2項目と
PRO-CTCAEの4項目で強い正の相関があり皮膚トラブルがQOLに影響を与えている　3 
治療計画に基づいた指導と面談が、患者のセルフケア能力の獲得に効果的と示唆された

P2-177-4
心臓カテーテル検査・治療において患者が看護師に求めているもの～同一
体位を看護師自ら体験し、患者の苦痛を明らかにする～
水野∙友美（みずの∙ともみ）、五十里∙理絵（いかり∙りえ）、竹下∙祐子（たけした∙ゆうこ）、本田∙千尋（ほんだ∙ちひろ）、
鎌田∙愛（かまた∙あい）、近藤∙美香（こんどう∙みか）、金谷∙順子（かなや∙じゅんこ）、山嵜∙乃梨子（やまざき∙のりこ）、
武田∙由美（たけだ∙ゆみ）

NHO 西埼玉中央病院看護部

【背景】心臓カテーテル検査・治療（以下、検査・治療）は意識下において、長時間同一体位
による身体的苦痛のみならず、緊張や不安などの精神的苦痛が大きい。しかし、患者ケア
にあたる看護師らは、患者の具体的な苦痛や思いを把握していない。【目的】検査・治療の
模擬体験により患者の苦痛を追体験し、患者が求める看護を明らかにする。【方法】A病院A
病棟看護師23名を対象に、検査・治療の模擬体験を実施した。被験者に対し、模擬体験前
後に検査・治療についての質問紙調査を実施した。【結果・考察】有効回答率は100%であり、
そのうち検査・治療の介助経験者は31.8%（7名）であった。質問紙調査では、事前に検査・
治療の説明を聞いただけではイメージがつきにくいという意見が複数あった。A病棟では
検査・治療介助経験者が少ないため、患者への説明は、看護師個人の力量に任されている
ことが原因として考えられた。標準的な説明ができるような説明書を作成する必要がある。
また検査・治療中は、知っている人の声掛けは安心感が出るとの回答があった。検査・治
療の介助を担当する看護師は、検査・治療前訪問を実施することにより、患者の不安が軽
減される可能性があると考えられた。さらに被験者が、看護師に苦痛を訴えにくいという
回答が多くあった。「大丈夫ですか？」などという曖昧な声掛けでは具体的な苦痛の表出は
しづらく、声掛けには細かい配慮が必要であると考えられた。【結論】検査・治療を看護師
が追体験することで、患者の苦痛が明らかとなった。患者が安心安楽に検査・治療が受け
られるように、身体的・精神的なケアの統一を確立していく必要がある。

P2-177-3
尿意が乏しく失禁している患者への排泄動作自立に向けたかかわり
小谷∙詩歩（こたに∙しほ）、岡田∙飛鳥（おかだ∙あすか）、川口∙美羽（かわぐち∙みう）、山本∙加奈（やまもと∙かな）、
糠塚∙里恵（ぬかづか∙りえ）

NHO 南和歌山医療センター看護部4階西病棟

【はじめに】手術後、排泄動作自立に時間を要し、退院先を自宅から施設へ変更する患者は
少なくない。尿意が乏しく失禁する患者に対し効果的な介入が出来たので報告する。【事例
紹介】90歳代女性で右大腿骨頸部骨折のため入院。入院6日目に手術。入院前は全自立だっ
たが手術後ADLが低下し、尿意も乏しくなっていた。本人・家族の目標はポータブルトイ
レ自立であり介入開始。術後28日目にSIADH（ADH分泌不適合症候群）疑いあり、治療開
始した。看護目標：ポータブルトイレでの排泄が自立する。看護計画：1．2 ～ 3時間毎に
排尿誘導を行う。2．失禁・尿意・誘導時排尿の有無を記録する。3．機能的自立度評価法（以
下FIMとする）で評価する。【結果】術後より尿意乏しく失禁があり、転入時（術後21日目）
のFIM評価は1点であった。術後30日目に本人・家族と目標を設定しポータブルトイレ自
立とした。尿意・失禁の有無を確認し、2 ～ 3時間毎にトイレ誘導を行った。術後38日目
頃より、尿意を訴えるようになり失禁の回数も減少した。術後45日目にはポータブルトイ
レ移動も見守りで行えるようになった。術後65日目にはFIM評価は5点と改善した。【考
察】尿意の低下・失禁の原因は、入院による環境の変化で認知機能が低下したことで意欲が
減退し、それに伴い臥床時間が長くなり、筋力と膀胱機能の低下をきたしたためと考える。
そのため、本人・家族と達成可能な目標を共有し動機付けを行い、統一したケアを行った
ことで排泄動作自立に繋がったと考える。【結論】要因の分析、目標設定、ケアの統一を行
うことで、排泄動作自立の目標を達成できた。
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P2-178-2
重症心身障害児者における腹臥位療法を継続させるための安全確認
夏井∙純（なつい∙じゅん）、踏分∙則子（ふみわけ∙のりこ）、高橋∙勝（たかはし∙まさる）

NHO 神奈川病院看護部

【はじめに】重症心身障害児者は身体の変形や拘縮、筋緊張状態、自力での排痰困難、唾液
の誤嚥等によって肺炎になるリスクが高く、体位が限られている患者も多い。そのため、
慢性的な病変が肺下葉に生じやすく、分泌物による呼吸困難を軽減するために、腹臥位を
習慣化し排痰させることが重要である。

【目的】本研究では、患者の身体状態（変形・拘縮）に合わせて製作された腹臥位装置を使用し、
安全かつ有用性の高い腹臥位療法を習慣化する。

【倫理的配慮】本研究は神奈川病院倫理審査委員会で承認を得た。
【方法】排痰方法として、腹臥位装置を使用した腹臥位療法を毎日2時間実施した。
安全確認項目の手順書を作成し、下記7項目を手順書としてスタッフ全員に可視化した。
1）腹臥位中の圧迫により、胃瘻カテーテル部位に負荷が掛からない様に、ハイドロサイト
プラスに切り込みを入れた物をボタン部分に装着する
2）移乗時は、最低でもスタッフ3名で、持ち上げ・回転・腹臥位装置への移乗が安全にで
きる様に、スペースを確保し、T字形に拘縮したA氏の腕が当たらない様にする
3）移乗時は、A氏が恐怖を感じない様に声掛けをしながらゆっくりと回転させ腹臥位にす
る
4）腹臥位装置移乗後、気管カニューレが塞がれていないか、サイドチューブとカフエア
チューブが身体の下に入り込んでいないかを確認する
5）転倒防止ベルトの装着を確認する
6）酸素飽和度モニターの電池量を確認し、ナースステーションの中央モニターの表示を確
認する
7）腹臥位療法の実施中は、必ず看護師からA氏が見える場所で実施する

【結果】安全確認項目を可視化し、スタッフ全員で共通理解することで、腹臥位療法を習慣
化することに繋がった。

P2-178-1
重症心身障がい児（者）の身体拘束最小化に取り組む看護師の思いの変化
伊巻∙恭宏（いまき∙たかひろ）、小林∙愛世（こばやし∙まなよ）、笠原∙千寿香（かさはら∙ちづか）、松矢∙春奈（まつや∙はるな）、
若林∙幸久（わかばやし∙ゆきひさ）

NHO さいがた医療センター看護部重症心身障害児者病棟

（はじめに）A病棟は重症心身障がい児（者）病棟であり、R3年度より身体拘束を最小化させ
るための取り組みを実施してきた。取り組みを継続していく中で安全面に不安を感じると
発言する看護師もいたため、看護師がどのような思いで身体拘束の最小化に取り組んでい
るのか、取り組みにより看護師の意識に変化が見られたのかを検討することとした。（研究
方法）取り組み開始から継続して3年間勤務している看護師11名を対象にGoogleフォー
ムを使用したWeb調査を行い「身体拘束の最小化に取り組むうえでの思い」について回答
してもらった。回答内容は質的帰納的に分析し、記述内容からコードを作成し、カテゴリ
を生成した。さいがた医療センターの倫理審査委員会による倫理審査を受け承認が得られ
たのちに実施した。（結果・考察）11名に調査を依頼し9名から回答が得られた。回答内容
である「取り組み前の思い」から3つのカテゴリが生成された。「取り組みによる思いの変化」
から7つのカテゴリが生成された。（カテゴリを【　】で示す）身体拘束の最小化に取り組む
前のスタッフには、身体拘束の継続が患者の安全と結びついているという思い込みが存在
する可能性が示唆された。この思い込みは、身体拘束最小化の取り組みを継続することで、 

【身体拘束への疑問】や、【必要性の十分な検討】を経て、【解除に向けた積極的な思考】へと
至り、【倫理意識の向上】や、【チーム意識の向上】に繋がる可能性が示唆された。身体拘束
の最小化に取り組む上では、ジレンマや悩みも含めて、何でも話し合えるカンファレンス
の継続が重要な役割を果たしていることが推察された。

P2-177-8
手術体位の側臥位における陰圧式固定具（マジックベッド®）使用時の体圧
分散について～アクションマット®とソフトナース®との比較～
柏∙綾友美（かしわ∙あゆみ）、押手∙亜紀子（おして∙あきこ）、打矢∙千彩子（うちや∙ちさこ）、金澤∙高広（かなざわ∙たかひろ）

NHO 水戸医療センター手術室

【目的】側臥位の術式では主にマジックベッド®使用し、褥瘡予防としてマジックベッド®
と患者の間にアクションマット®を使用している。しかし、先行文献や他施設でソフトナー
ス®の使用が有効であると報告があった。A病院で体圧分散に使用している物品が適正で
るか、アクションマット®とソフトナース®使用時の体圧を測定することで、体圧の数値
化で比較し、患者にあった体圧分散方法を検討する。【方法】A病院手術室看護師10名（男
性3名、女性7名）に対して体圧測定器（パームQ®）を使用し、マジックベッド®とアクショ
ンマット®、マジックベッド®とソフトナース®を使用し、側臥位で腋窩の体圧を体位固
定直後、15分後、30分後に測定しデーターを収集した。調査に先立ちA病院の倫理審査
委員会で承認を得た。【結果と考察】アクションマット®は体圧固定分後に体圧上昇が6例、
30分後に上昇が8例だった。4例が15分後に体圧以下、15分後から30分後に2例が体圧
低下した。ソフトナース®は15分後に体圧上昇が5例、30分後に上昇が5例だった。5例
が15分後に体圧低下、15分後から30分後に6例が体圧低下した。今回の実験によりアク
ションマット®はソフトナース®に比べて体位固定時間が長時間に比例して体圧が高まる
結果となった。ソフトナースは15分後に体圧が上昇しているが、30分後には体圧が低下し、
体圧分散に有効である。しかし、ソフトナース®は厚みがあり、患者の体格によってはマジッ
クベッド®での固定が不十分になる。手術体位は、術野の視野が優先されるため、患者の
安楽が第一優先とはならない。術者と調整の上、手術時間や患者のBMI、栄養状態に応じ
て体圧分散寝具の選別が必要である。

P2-177-7
高齢患者のスキン-テア発生予防に向けた取り組み～学習会実施前後にお
ける看護師の知識と行動の変化～
籔内∙理香子（やぶうち∙りかこ）

NHO 兵庫あおの病院一般病棟

【はじめに】A病棟では患者の平均年齢は78.5歳で、スキン-テアが18件/年発生していた。
日々カンファレンスで対策を検討していたが、件数が減少することはなかった。今回学習
会を通してスキン-テアの減少がみられたため取り組みを発表する。【目的】スキン-テア予
防の学習会前後の看護師の知識と行動変化を明らかにする。【方法】2023年6月～ 10月の
期間、患者の日常生活援助をしている病棟看護師15名を対象にスキン-テアの学習会を行
う。学習会前後にテスト型質問紙調査を実施し学習会の効果を評価した。【倫理的配慮】院
内の規定に則り、研究の目的と方法、データは研究終了後に破棄することを文書で説明し
同意を得た。A病院倫理審査委員会の承認を得て実施した。【結果】学習会前後のテストの
正答率の平均は、学習会前が41％で学習会後は75％であった。学習会後にカルテの実施入
力画面に保湿剤塗布の項目を作成する看護師が増え、清拭や入浴日に加えオムツ交換時に
も軟膏を塗布する看護師の割合が多くなった。また、学習会後はスキン-テアの発生が減少
した。【考察】スキン-テアを理解せず、改善策を検討していたためスキン-テア件数の減少
に繋がらなかったが、学習会により知識が向上し予防行動がとれるようになった。実践を
通した学習は行動変容に重要であり、スキン-テアの学習会がスタッフの行動変容、定着化
に繋がりスキン-テア件数が減少したと考える。【結論】学習会を実施しスキン-テアの知識
をスタッフが理解し実施することで発生の予防ができた。時間が経過するとスキン-テアに
対するスタッフの意識が低下する可能性があるため定期的に学習会を継続していく必要が
ある。
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P2-178-6
自傷行為を行う患者に対しての理解とケア介入方法についての検討
長谷山∙奈歩（はせやま∙なほ）1、池田∙ゆかり（いけだ∙ゆかり）1、小野∙一也（おの∙かずや）1、奈良∙正之（なら∙まさゆき）2

1NHO あきた病院東1病棟、2NHO あきた病院院長

【はじめに】A氏は日常生活の中で脱毛行為や頭叩き等の自傷行為を行っている。自傷行為
発生の原因を追究し、ケア介入を行った結果、自傷行為の回数が減少したので報告する。【方
法】期間：令和5年7月～ 11月　対象：A氏　20歳代　女性　診断名：脳性麻痺 観察項目
シートを作成し、自傷行為の回数・種類・タイミング、患者の言動・表情等を1 ヶ月間観
察した。ABA分析を用いて発生要因を分析し、その要因を解消するためのケアを計画し実
行した。実施後も1か月間観察を行い、ケア介入前後を比較してA氏の自傷行為の変化につ
いて調べた。【倫理的配慮】A氏及び家族に目的と方法を口頭と文章で伝え、参加は自由で
ある事を説明した。【結果】ケア介入前の自傷行為は21回あり、その内9回が自室にいる時
に行われていた。日中活動中と比較して、他患者との関わりや遊びの種類が少なくなるこ
とから「手持ち無沙汰な環境」となっている。手持ち無沙汰な環境を改善するために、1.柔
らかい素材の玩具の提供2.週2回の病棟内散歩を実施した。ケア介入後は、自傷行為が13
回まで減少した。【考察】新しい素材の玩具を提供したことによって、A氏の感覚が刺激され、
手持ち無沙汰の解消に繋がった。病棟内散歩では自室にいる時間帯に外に出て活動してい
たことで、他患者とのコミュニケーションや、外の景色を見ることにより手持ち無沙汰の
解消と気分転換に繋がったと考えられる。【結論】柔らかい素材の玩具の提供と、活動量増
加を目的とした散歩を実施した事によって、A氏の自傷行為の回数は減少した。さらなる自
傷行為減少のために、再度原因の追究とケア介入が必要である。

P2-178-5
両手ミトン使用患者の抑制解除への関わり～左手ミトン解除による安全安
楽に向けた援助～
上田∙和花名（うえた∙わかな）1、河野∙良二（かわの∙りょうじ）1

1NHO 高知病院看護部、2NHO 高知病院看護部

【目的】A氏は興奮すると両上肢を激しく動かし胸部や顔面を掻把し皮膚損傷が生じ、興奮
に至る要因も不明確で皮膚損傷防止のため両手ミトンを使用していた。今回、左手のミト
ン解除に取り組んだ。A氏の安全・安楽な生活についての援助方法及び左手ミトン解除の影
響を明らかにする。【計画及び実施】ミトン解除に向けて独自の観察シートを作成した。観
察項目は5項目とし日々の担当看護師にミトン解除時の様子を記載してもらった。皮膚損傷
予防として、扇風機の使用や冷罨法、乾燥部位には保湿剤の塗布を行った。興奮の反応が
ある場合の対応としてオムツ交換や音楽をかける援助を実施した。【結果】令和5年5月～ 8
月の期間を通し、擦過傷や発赤はみられたが、興奮もなく、皮膚損傷はなく笑顔が見られ
ることが多くなった。【考察】抑制され、思うように動かせない環境は不快感を増す。ミト
ン解除で軽度の皮膚トラブルはみられたが、手指を自由に動かすことができるようになっ
た。顔面や胸部が乾燥傾向にあり、掻把行為は掻痒感を示す表現であったと考えられる。
長期にわたる抑制により、不快感、自由に動かせない苦痛、また、興奮により疲労にもつ
ながっていたと考える。また、ミトン解除はできないと決めるのではなく、ミトン解除といっ
た目標に向かい取り組んだことも解除に至った要因と考えられる。【結論】1.A氏にとって不
必要な抑制となっていないか見直す機会となった。2.日々の援助内容を見直すことでミト
ン解除ができ興奮なく、左手が自由に動かすことが可能となり、安楽を保つことができた。
3.自傷行為による損傷に対し、日々のケアにより、安全に過ごせる環境を作ることが必要
である。

P2-178-4
重症心身障害児（者）病棟における身体拘束解除の要因―高柵ベッドが解除
できた事例を通して―
岡田∙裕子（おかだ∙ゆうこ）、青木∙里香（あおき∙さとか）

NHO 天竜病院小児科（重症心身障害）

【目的】高柵ベッドが解除できた事例を通して、身体拘束に対する看護師の認識や気持ちの
変化、身体拘束の解除につながった要因を明らかにする。【方法】高柵ベッドから通常ベッ
ドや小児用サークルベッドに移行した事例の看護を担当または関わりのあった看護師に半
構造化面接を行い、逐語録から内容を類似性に沿ってカテゴリー化した。【結果】『高柵ベッ
ドに関する看護師の認識』という項目では、25個のコードから5個のカテゴリーを抽出した。

『高柵ベッドに対する看護師の気持ちの変化』という項目では、43個のコードから4個のカ
テゴリーを抽出し、『高柵ベッドの解除につながった要因』という項目では、29個のコード
から4個のカテゴリーを抽出した。【考察】高柵ベッドは通常のベッドと違い「檻」という印
象があり、高柵ベッドを使用することに疑念を抱く看護師が多い。しかし、病棟勤務を継
続する中で高柵ベッドそのものが当たり前の感覚に捉えられマンネリ化していた。看護師
の異動を機に、このまま高柵ベッドを使用してよいのかという個人の意見を病棟全体の意
見として捉え、病棟として取り組みを始めることが本事例の変化につながったと考えられ
た。【結論】身体拘束の解除につながった要因は＜看護師の意識の変化＞＜看護師の意識の
変化による患者理解の変化＞＜円滑なコミュニケーションによる看護ケアの充実＞＜患者
の環境変化への順応＞の4つであることが明らかになった。看護師の意識の変化は、マンネ
リ化した看護を動かす大きな原動力となっていた。患者の人権を尊重したより良い看護に
つなげるために常に倫理的姿勢を持ち、考え続けることが必要である。

P2-178-3
重症心身障がい・筋ジストロフィー混合病棟における身体拘束解除の取り
組み
可児∙真智子（かに∙まちこ）、堤∙美穂（つつみ∙みほ）、平野∙翔（ひらの∙しょう）、青木∙光江（あおき∙みつえ）、
舩戸∙道徳（ふなと∙みちのり）

NHO 長良医療センター看護部

【はじめに】当病棟では、2019年から、医師、看護師、児童指導員、理学療法士・作業療法
士で毎月身体拘束カンファレンスを実施し対策の検討、実施状況の確認・指導を行っている。
今回、身体拘束を解除出来た事例について報告する。【取り組みと結果】1）テーピングサポー
ター使用事例：筋ジストロフィー患者は、移乗の際に上肢が体の下に巻き込まれる事を予
防するため患者の手首を一時的にテーピングサポーターで固定していたが、ベッドとスト
レッチャーの移乗にはロールボード、車椅子移乗には移動用リフトの使用することで、テー
ピングサポーター使用患者を31例から1例に減らすことができた。2）介護用ミトン使用事
例：呼吸器回路への接触予防のため介護用ミトンを使用していた患者に対し、衣類のボタ
ンホールにバンドで呼吸器回路を固定することで介護用ミトンの使用を中止できた。3）4
点柵使用事例：患者の体動の有無・程度から必要性を検討し、28例から2例まで減らすこ
とができた。しかし、柵の位置間違いや、患者の体動による転落が発生したため、再検討
した結果、4点柵は14例に増加した。4）ベッド種類の検討：つかまり立ちをする脱力発作
のある患者に対して長期に低床高柵ベッドを使用してきたが、ナースコールの練習や生活
の見直しを行い、成人ベッドに変更することができた。【まとめ】多職種カンファレンスに
よる対策の検討や継続した働きかけによる職員の意識改革を行うことにより、これまで危
険回避のため習慣化していた重症心身障がい患者・筋ジストロフィー患者の身体拘束の解
除に繋げることができた。
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P2-179-2
国立病院機構におけるプレアボイド報告の集積調査　第3報～近畿国立病
院薬剤師会の取り組み～
藤井∙大和（ふじい∙やまと）1、村津∙圭治（むらつ∙けいじ）2、山下∙大輔（やました∙だいすけ）2、田路∙章博（たじ∙あきひろ）3、
本田∙富得（ほんだ∙とみのり）4

1NHO 大阪刀根山医療センター薬剤部、2NHO 大阪医療センター薬剤部、 
3NHO 敦賀医療センター薬剤部、4NHO 神戸医療センター薬剤部

【目的】近畿国立病院薬剤師会（以下、当会）は、近畿グループに属する20施設及び国立循
環器病研究センターの薬剤部（科）に勤務する薬剤師により構成される団体である。当会は
2018年度より各施設で報告された「プレアボイド報告」を一元管理し、その内容を解析、
共有することで、薬剤業務の質的向上、医師の診察支援及び医療安全へ貢献できることを
目的に活動しており、前回は2022年度に活動内容を報告した。今回、2年間のデータを
新たに解析したため、改めて活動内容を報告する。【方法】2018年4月1日～ 2024年3月
31日の6年間に報告されたプレアボイド（様式1・2・3）について、報告件数や内容（薬効
別、発端、原因、薬剤師の関与）を解析した。データ集積は、第1報と同様に各施設からの
報告をデータベース化するためにエクセル様式の入力フォームを作成し、文章による入力
項目以外はプルダウンとすることで、作業の効率化を図った。【結果・考察】報告件数の上位
は、前回報告時と同様にハイリスク薬（抗血栓薬、抗悪性腫瘍薬等）であったが、外来患者
への事例報告は約1割と増加傾向であった。B型肝炎ウイルス検査や心電図検査等の追加提
案、抗菌薬適正使用等に関する報告は増加しており、専門性を活かした介入が行えていた。
医療DXによる業務効率化及び中央業務の機械化等によるタスクシフトが推進されており、
今回の結果からも今後は外来診療、周術期薬剤管理等の新たな領域においても更なる専門
性を活かした薬学的介入が求められていると考える。プレアボイド報告の解析を通じ、当
会薬剤師の質的向上と薬剤適正使用貢献に繋げるため、引き続き情報の解析及び共有を行っ
ていきたい。

P2-179-1
令和6年能登半島地震活動報告～ DMAT隊員で組織したNHO医療班とし
てできたこと～
坂口∙晋哉（さかぐち∙しんや）、小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）、一番ヶ瀬∙智和（いちばかせ∙ともかず）、
中山∙由理奈（なかやま∙ゆりな）、村上∙愛美（むらかみ∙めぐみ）、東島∙幸道（ひがしじま∙こうどう）、鈴田∙浩孝（すずた∙ひろたか）

NHO 嬉野医療センター薬剤部

【背景】令和6年1月1日午後4時10分ごろ、石川県能登半島で最大震度7の揺れを観測す
る大地震が発生した。国立病院機構（以下NHO）は発災を受け1月5日よりNHO医療班の
派遣が開始され2月18日まで活動を行った。【目的】活動の目的は避難所、病院支援で主な
活動場所は穴水町、七尾市、能登町、志賀町内の避難所（1月5日～ 8日）輪島市内の避難所（1
月7日～ 2月18日）市立輪島病院（診療業務支援、1月19日～ 2月1日）であった。NHO
医療班の基本構成は医師、薬剤師、看護師、事務職からなる5人構成で薬剤師1名を含むこ
とが望ましいとされた。【結果】九州地区に属する当院は1月12日に被災地への派遣が決定
した。九州地区としては第1隊目の派遣であった。医療班の構成は医師1名、薬剤師1名、
看護師2名、事務職1名、全員が日本DMAT隊員からなる構成となった。九州地区からの
1隊目ということもあり派遣前には九州ブロックの他医療班との情報共有や自隊の活動記
録のために広域災害・救急医療情報システム（EMIS）と同様の役割となるツールが必要と考
え当院で医療情報システムの作成を行い、九州地区の医療班派遣施設へ配布を行った。本
隊は1月21日から23日までの3日間で輪島市立病院の診療支援、輪島市内の避難所での
活動を行った。【考察】準備期間から、被災地での活動期間、当院での活動報告に至るまで
DMAT訓練を日頃より行う隊員での派遣は円滑な活動を行うことにつながったと考えられ
る。また、情報共有ツール作成は他隊の活動を把握できることへと繋がり、後着する隊の
準備にも有用であったと考える。

P2-178-8
経鼻栄養カテーテル挿入患者の拘束時間減少に向けた取り組み
藤田∙快星（ふじた∙かいせい）1、池田∙ゆかり∙ ∙ ∙ ∙ ∙

（いけだ∙ゆかり）1、小野∙一也（おの∙かずや）1、奈良∙正之（なら∙まさゆき）2

1NHO あきた病院北1病棟、2NHO あきた病院院長

【はじめに】A氏は経鼻栄養カテーテルの自己抜去予防のため24時間ほとんどの時間ミトン
を使用している。A氏の行動や動きを観察しスタッフの関わり方を通して拘束時間減少に繋
がったため報告する。【方法】期間：令和5年7月～ 11月対象：A氏60歳代　男性疾患名：
脳性麻痺 7月は観察期間とし、8月から拘束時間減少に向けて介入した。1，クッションを
右肘窩に挟み右手が顔に触れないようにする。2，見守りのもと拘束を解除する。3，自己
抜去の可能性が低いと判断出来たら、徐々に拘束時間を減少する。4，カンファレンスを行
い情報共有し評価する。【倫理的配慮】A氏及び家族に目的と方法を口頭と文章で伝え、参
加は自由である事を説明した。【結果】顔を擦る動きや、眉間を擦る動作は見られるものの
経管栄養カテーテルを把持する場面は見られなかったため、注入時のみミトン装着とした。
右鼻腔に挿入されていると手が届きチューブに手が当たってしまう場面も見られたが、カ
ンファレンスを行い固定方法や体位調整を行うことで不必要な拘束を減少することができ
た。【考察】A氏の行動パターンを把握したところ、カテーテルを把持することは無く、自
己抜去の可能性は低かった。A氏にとって拘束は不必要であり、逆にストレスに繋がってい
て擦る動作が見られていたと考える。また、不必要な拘束を解除していくことで残存機能
の維持に繋がったと考える。【結論】A氏の行動、動きを密に観察しスタッフとの関わりを
工夫することで拘束時間を大幅に減らすことができた。

P2-178-7
身体拘束時間を短縮することによりその人らしさを引き出す試み
伊藤∙真希子（いとう∙まきこ）1、池田∙ゆかり（いけだ∙ゆかり）1、小野∙一也（おの∙かずや）1、武田∙芳子（たけだ∙ふさこ）2

1NHO あきた病院北1病棟、2NHO あきた病院脳神経内科

【はじめに】経鼻経管栄養を実施中のA氏は、自己抜去対策としてミトンと両上肢の安全帯
を、転倒転落防止策としてベッド柵をしている。A氏の自由でいたい思いを尊重し、その
人らしさを引き出せたため報告する。【方法】期間：令和5年7月～ 10月　対象：A氏　50
歳代　男性　知的障害 1.身体拘束の適正性、A氏に与える影響の調査。2.車椅子乗車時に
身体拘束解除時間をつくる。3.A氏が好きなものを用いてコミュニケーションをする。4.カ
ンファレンスの実施。【倫理的配慮】A氏及び家族に目的と方法を口頭と文章で伝え、参加
は自由である事を説明した。【結果】7・8月：車椅子乗車中は経鼻経管栄養カテーテルの自
己抜去と転倒転落のリスクが低いと分かる。9・10月：状態悪化に伴い、人がいる場面で
のみの身体拘束解除に変更。身体拘束時間約1時間/日の短縮。清潔ケア、コミュニケーショ
ンを図っている場合は快表情が見られ、穏やかな声が聞けた。【考察】安楽な体位や姿勢を
探したことが、リスクが低い身体拘束に繋がったと推察する。また、カンファレンス実施
により、A氏の身体拘束時間の短縮と適したケアの提供に繋がると考える。さらに、タッチ
ングを用いた介入はA氏に効果的だったと考えられる。【結論】1.身体拘束を解除する他に
も、セルフケア介助やコミュニケーションをしながら関わっていくことで、A氏の笑顔の表
出に繋がりその人らしさを引き出すことにつながる。2.患者の状態に合わせて身体拘束解
除方法などのチームで検討していくことで、その人に合った身体拘束解除ができる。
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P2-179-6
術後疼痛管理チームの立ち上げとその活動報告
井後∙彩加（いご∙あやか）1、吉田∙三矢（よしだ∙みや）1、苗村∙彰浩（なむら∙あきひろ）1、櫛田∙宏幸（くしだ∙ひろゆき）1、
庄野∙裕志（しょうの∙ひろし）1、佐光∙留美（さこう∙るみ）1、松本∙奈緒美（まつもと∙なおみ）2、笠井∙智美（かさい∙ともみ）3、
林田∙はるえ（はやしだ∙はるえ）3、石崎∙剛（いしざき∙つよし）3、浅井∙真理子（あさい∙まりこ）3、林∙英明（はやし∙ひであき）3

1NHO 大阪南医療センター薬剤部、2NHO 大阪南医療センター看護部、 
3NHO 大阪南医療センター麻酔科

【背景・目的】2022年度診療報酬改訂により「術後疼痛管理チーム加算」が新設された。当院
では、2023年3月より術後疼痛管理チーム（以下APS）の活動を開始し、麻酔科医師・手
術室看護師・薬剤師で構成されたチームで回診を行っている。今回チームを立ち上げてか
らの問題点への対応、介入による患者の変化について報告する。【方法】ラウンド対象患者
の情報収集に多くの時間を費やし業務が切迫していたため、電子カルテ情報を用いてデー
タベース化し、対象患者の自動出力、ラウンドシートへの患者のバイタル情報等を自動記
載できるようにした。また、患者の疼痛の訴えから病棟看護師による鎮痛薬の投与まで時
間を要する場合があったため、医師による疼痛指示がある時はラウンド時にAPSで対応し、
病棟看護師に報告することとした。2023年4月から2024年1月までのAPS介入群283人
と非介入群443人をNRS・嘔気・離床時期・DPC割合について後方視的に調査した。【結果】
電子カルテ情報を基に自動出力することで、ラウンド前の調査時間が大幅に短縮した。APS
介入の有無による術後1日目のNRS平均値（非介入vs介入、4.4 vs 2.7）と嘔気持続日数平
均値（1.68 vs 1.53）はいずれも低下していた。また術後0 ～ 1日目に早期離床できた割合

（48.5％ vs 54.8%）とDPC2期の割合（47.6% vs 54.4%）は増加した。【結語】APSの立ち
上げ後、情報収集や患者対応の問題が確認されたが、システムを構築することで解決できた。
APSの活動により、既報告同様に患者の負担軽減に寄与していることが確認できた。今後
は院内の認知度向上と医師や病棟看護師と連携を図り、術後患者へのより効果的な術後疼
痛ケアに取り組んでいきたい。

P2-179-5
当院における周術期医療への薬剤師の取り組み
清∙純一（きよし∙じゅんいち）、中村∙絵美（なかむら∙えみ）、田中∙麻理子（たなか∙まりこ）、辰己∙晃造（たつみ∙こうぞう）、
本田∙富得（ほんだ∙とみのり）

NHO 神戸医療センター薬剤部

【目的】近年、周術期医療においても、多職種協働での管理が求められており、薬剤師も周
術期医療への介入が求められている。当院では以前より薬剤師が手術室の医薬品管理を行っ
てきたが、今回、新たに術前から術後まで各担当薬剤師が情報共有できる運用を構築した
ので報告する。【方法】当院では全入院予定患者の入院前と入院当日に総合入退院センター
で薬剤師が術前の薬学的管理として、使用薬剤確認、術前中止薬の確認と説明を実施して
いる。入院後は、手術室担当薬剤師が手術前日に中止薬の遵守を再度確認し、手術後は使
用した薬剤の確認から実施入力まで行う。周術期担当薬剤師が手術翌日に実施した術式や
術前中止薬の有無、術中の有害事象等の確認および術後合併症（静脈血栓症、術後悪心・嘔
吐、認知機能低下等）のリスク因子を確認し、病棟薬剤師へ情報共有を行う。病棟薬剤師は
経過より、術前中止薬の再開確認、検査値や術後合併症の有無を確認している。術前・術中・
術後の介入について、新たにテンプレートを作成し、カルテ記載による情報共有を行う運
用とした。【結果】入院予定患者全てに介入することができ、術前中止薬は入院当日の薬剤
師の面談で遵守できていた。術後合併症のリスク評価も術前から確認することができ、術
前から術後まで各担当薬剤師にスムーズな情報提供が可能となった。【考察】現在の運用で
は、緊急入院に伴う手術患者の全てに対応ができておらず、術前から術後までの全ての期
間を通しての薬学的管理は実施できていないのが現状である。今後は、緊急入院患者の全
てにも運用を拡大し、手術実施患者全例へ薬剤師が介入することが課題である。

P2-179-4
当院の無痛分娩導入に向けての薬剤部での取り組み
中村∙優里（なかむら∙ゆり）1、中村∙優希（なかむら∙ゆき）1、山脇∙未央子（やまわき∙みおこ）1、辰己∙晃造（たつみ∙こうぞう）1、
本田∙富得（ほんだ∙とみのり）1、岩切∙悦子（いわきり∙えつこ）2

1NHO 神戸医療センター薬剤部、2NHO 京都医療センター薬剤部

【目的】近年の無痛分娩を希望する妊産婦の増加に伴い、硬膜外麻酔による合併症や産科合
併症のリスクが懸念され、安全性を確保した無痛分娩の提供体制の強化には、薬剤師の介入、
多職種との連携が重要である。当院でも計画的無痛分娩を実施できる体制を構築したので
報告する。【方法】無痛分娩を安全かつスムーズに提供するために多職種と円滑に連携をと
れるよう無痛分娩時麻薬調製フローチャート（以下、フローチャート）と分娩用の麻薬セッ
トオーダーを作成し、医師が迅速に薬剤をオーダーできる体制を確保した。また、局所麻
酔中毒を発症するリスクを考慮し脂肪乳剤を含む救急薬剤セットを医師と協議の上作成し、
硬膜外麻酔薬の無菌性を担保するために薬剤師がクリーンベンチで無菌調製する運用とし
た。薬剤部内ではPCAポンプでの調製法や運用等の説明会を行い、部内に周知した。【結果
と考察】運用後、フローチャートの不遵守による連携不足や麻薬の空アンプルの管理など問
題が浮上したため、初期フローチャートを改定し再度周知した。現在当院は無痛分娩にか
かわるスタッフのマンパワー不足のため、夜間・早朝の無痛分娩には対応できていない状
況であり、曜日や時間が限定された運用となっている。硬膜外麻酔薬は調整後常温で48時
間安定と長期で使用できるため、いつでも無痛分娩が行える体制を整えることで妊産婦の
満足度の向上にも寄与できると考える。また引き続き多種職と連携して改正を随時行うこ
とでスムーズな運用を目指していく。薬剤師は硬膜外麻酔使用時の副作用のモニタリング、
適正使用等、病棟薬剤業務の強化が必要であり、今後は症例の蓄積により後方視的検討を
行う。

P2-179-3
演題取り下げ
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P2-180-2
変形性肩関節症に対するリバース型人工肩関節置換術後の作業療法趣味の
再獲得に向けたアプローチ
平野∙智也（ひらの∙ともや）1、牧原∙武史（まひはら∙たけし）2、中村∙篤（なかむら∙あつし）1、伊豫∙拓哉（いよ∙たくや）1、
高木∙理紗子（たかぎ∙りさこ）1、青戸∙克也（あおと∙かつや）2

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2NHO 霞ヶ浦医療センター整形外科

【はじめに】リバース型人工肩関節置換術（ReverseTotalShoulderArthroplasty：以下
RSA）は2014年に日本でも導入された術式で、腱板断裂に伴う変形性関節症（以下OA）腱
板機能不全を伴う関節リウマチ肩、粉砕の強い骨折などにも適応が可能な比較的新しい人
工肩関節手術である。今回、OAに対して、RSAを施行した80代女性に対し、疼痛に伴う
生活の質（QualityOfLife：以下QOL）低下から、趣味活動の再獲得を目指し作業療法介入
を行ったので報告する。【症例紹介】調理員として働きながら、フラダンスなどの余暇活動
を楽しんでいた80代女性。数年前からの肩の痛みにより、外出機会の減少、夜間痛に伴う
生活リズムの崩れからQOLが低下していた。外科的治療を進められるも、不安が強く積極
的な治療に踏み切れずに、外来での作業療法を継続していた。その後、手術を決意。術後
も作業療法を継続して行っている。【評価結果と問題点】術前日本整形外科学会肩関節疾患
治療成績判定基準（以下JOAscore）48.5/100。ConstantScore　33/100。安静時痛、
夜間痛ともにNRS5。要介護2。ADL自立。外科的治療への不安が強く積極的治療に踏み切
れずにいた。【介入経過】積極的治療に不安を訴える患者の心理的サポートを含め外来での
作業療法介入から開始。現在は、術後外来通院へと移行し継続した作業療法介入を実施し
ている。当日は、定量的な評価指標に加えQOL向上に向けたIADL状況などを考察を含め
報告する。

P2-180-1
癒着性肩関節包炎に対する手術後に疼痛への破局的思考が増悪した症例
脇∙ひなの（わき∙ひなの）、片岡∙靖雄（かたおか∙やすお）、黒崎∙旭美（くろさき∙あさみ）

NHO 福山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】破局的思考は慢性疼痛の重要因子であることが報告されている。今回、癒着性
肩関節包炎の術後に、疼痛への破局的思考が増悪した症例を経験したため報告する。【症
例紹介】工場勤務の50代の女性｡ 右肩痛により前医受診し､ 癒着性肩関節包炎と診断｡ 中
等度以上の疼痛が1年以上持続するため､ 当院にて関節鏡滑膜切除術､ 鏡視下受動術を
施 行 し た｡【経過（NRS:安静時/動作時､ROM:他動/自動､PCS:反芻/無力感/拡大視/合計）】
術直後より疼痛が強く､ 術後12日目でNRS8/10､ ROM160/100､『痛みが良くならな
かったらどうしよう』と涙することや夜間覚醒､ さらに防御性収縮の悪化が目立った。そ
こで、PCS（痛みの破局的思考）評価を実施し、13/8/3/24であった｡ 服薬管理､ 負荷
量調整､ 不安に対する傾聴を行い、18日目（退院前評価）にはNRS3/5､ ROM160/140
で､『よくなってきた』と退院となり､ 外来リハへ移行した｡ 42日目に家事動作等で過
用 と な り 疼 痛 は 増 大｡ NRS5/8､ ROM100/100､ PCS15/3/2/20と 疼 痛 が 増 悪 し た
｡ そのため､ 負荷量の調整や自主練習指導を行った｡ 75日目（最終評価時・復職後）には
NRS6/8､ ROM160/100､ PCS15/10/6/31であり､『痛みと付き合っていかなければな
らない』と発言があった｡【まとめ】PCSは慢性疼痛の認知的要因に有用とされ、下位項目の
反芻は痛みの重篤さを表す。症例は術後から一貫して反芻が高値であり､ 疼痛に対する執
着が強い傾向にあった｡ 疼痛に対する不安や執着性は、症例の器質的一面であると思われ、
それに伴い自宅退院後に破局的思考が陽性化に転じたと考える。症例の術後痛に対する受
け止めが慢性疼痛に影響するといえ、今後は患者の精神心理的介入へ早期に関わることが
重要であると考える｡

P2-179-8
二次元バーコードを使用した吸入指導の評価と有用性について
近藤∙貴子（こんどう∙たかこ）1、盛∙麻美（もり∙あさみ）1、永田∙祐子（ながた∙ゆうこ）2、川村∙萌人（かわむら∙もえと）1、
大坪∙輝行（おおつぼ∙てるゆき）1、小迫∙晶寛（こざこ∙まさひろ）1、大久保∙博史（おおくぼ∙ひろし）1

1NHO 福岡病院薬剤部、2NHO 福岡東医療センター薬剤部

【背景・目的】薬剤師の吸入指導においては、動画媒体を用いた方が吸入手技に間違いが少な
く、患者の理解度が高い可能性があることが報告されている。そこで福岡病院（以下当院）
では、吸入薬のアドヒアランス向上を目的として、薬袋に日本喘息学会の吸入操作ビデオ
にアクセスできる二次元バーコードを印字し、動画視聴を利用した吸入指導を行うことに
した。今回、二次元バーコードを利用した吸入指導の有用性の評価を目的にアンケート調
査を行ったので報告する。【方法】吸入薬が処方された入院患者に二次元バーコードを使用
した吸入指導を行い、入院中に1回、退院後の外来受診時に1回の合計2回、当院薬剤師
に対しては吸入指導を行った患者毎にアンケート調査を行った。また、当院看護師に対し
ては二次元バーコードの認知度・使用の有無についてアンケート調査を行った。【結果・考
察】患者は動画の利用により、実際の動きがわかりやすく理解しやすいと感じていた。少数
ではあるが入院中や自宅での動画の利用があった。薬剤師は患者に伝わりやすいと感じて
おり、患者に合わせた吸入指導ができていた。指導方法の統一により薬剤師間の指導内容
の差が少なくなったと思われる。看護師は二次元バーコードから吸入操作ビデオにアクセ
スできることを認知しており、少数ではあるが、患者や家族への説明時に利用が見られた。
また、自己の学習やスタッフ間での手技の共有ができるという意見もあった。これらの結
果から、二次元バーコードを使用した吸入指導は、医療者側は指導内容の標準化につながり、
患者側は自分の好きな時間に吸入操作確認ができ理解向上につながることから、有用性は
あると考えられる。

P2-179-7
間質性肺炎のサポート入院時における薬剤師の関わりについて
小畑∙幸菜（おばた∙ゆきな）1、福島∙信一郎（ふくしま∙しんいちろう）1、中村∙卓巨（なかむら∙たくみ）3、近藤∙和季（こんどう∙わき）1、
杉山∙尭紀（すぎやま∙たかのり）1、三井∙陽二（みつい∙ようじ）1、中村∙祐太郎（なかむら∙ゆうたろう）2

1NHO 天竜病院薬剤部、2NHO 天竜病院呼吸器内科、3NHO 静岡医療センター薬剤部

【目的】間質性肺疾患（以下ILD）は、慢性進行性に肺の線維化をきたし、肺機能の低下によ
り呼吸不全を呈する症例も多い。病状進行の過程で患者は症状の増悪に苦しみ、日常生活
の過ごし方などに疑問や不安が生じ、家族問題や孤独にも大きく影響を受ける。一方で、
このような苦痛に対する医療体制は十分ではなく、患者自身での対応を余儀なくされるこ
とも多い。当院ではこのような患者に対し、入院加療にて多職種により全人的包括的に支
援する間質性肺炎サポートプログラムを開始した。今回は、本プログラムにおける薬剤師
の介入内容とそこで出た問題点を報告する。【方法】2023年6月～ 2024年3月の期間に
間質性肺炎サポートプログラムに参加した患者14名を対象として、ILD治療薬の服用、病
識、副作用、服薬状況、薬剤の理解度、チーム内での投薬に関する連携、主治療機関や、
かかりつけ薬局への情報提供について確認した。【結果】患者14名のうち男性7名女性7名。
ILDの治療薬としてはニンテダニブが6例。そのうち、副作用症状に対し投薬を行っている
患者は5例。過去に副作用により投薬中断した患者は2例であった。プレドニゾロンにて治
療を行っている患者は6例だった。かかりつけ薬局に情報提供を行った例は0例だった。【考
察】ILDの治療においてチーム医療の果たす役割は大きいと考える。他職種と連携すること
で、薬剤に対して抱く不安や疑問を具体的に把握し、患者個々のニーズに即した情報提供
を行うことができ、より一層治療に役立つと考える。退院後はかかりつけ医・薬局へ帰る
患者が多いため、今後はかかりつけ薬局への情報提供を行う薬薬連携を強化することで継
続的な支援につなげていきたい。
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P2-180-6
作業療法士による当院リンパ浮腫外来での取り組みと今後の課題
竹内∙佳美（たけうち∙よしみ）、片岡∙靖雄（かたおか∙やすお）、西川∙梨沙（にしかわ∙りさ）、大原∙聡子（おおはら∙さとこ）、
岡野∙敬子（おかの∙けいこ）、村上∙美佐子（むらかみ∙みさこ）、兼田∙紗瑛夏（かねだ∙さえか）

NHO 福山医療センターリハビリテーション科

当院は広島県内で11施設が指定されている（国指定）地域がん診療連携拠点病院である。が
ん患者に対して手術療法、化学療法、放射線療法などを駆使して、集中的な治療を行って
おり、令和5年度は4月～ 12月で乳がん170名、子宮がん121名の新規入院患者を受け
入れた。患者によってはリンパ浮腫の発症が避けられない事例もあり、乳がん、子宮がん
術後にリンパ浮腫を発症した患者に向けてリンパ浮腫外来を開設している。当院リンパ浮
腫外来は2016年に看護師の医療リンパドレナージセラピスト3名で運営を開始した。需要
が高くマンパワー不足が続いたことや、がん患者全般の周術期治療やリンパ浮腫患者にが
んリハビリテーションとして作業療法士が介入していた経緯もあり、2018年からは作業療
法士もリンパ浮腫外来に関わることとなった。2024年度、当院リンパ浮腫外来の医療リン
パドレナージセラピストは看護師3名と作業療法士2名体制となり、運営開始当初は年間患
者48名、102件の実績であったものが、2023年度には患者59名（新規患者12名）、301
件となった。日本医療リンパドレナージ協会によると、医療リンパドレナージセラピスト
の有資格者は2024年3月31日時点で2552名であり、そのうち看護師は1815名である
のに対して作業療法士は52名とされている。作業療法士がリンパ浮腫患者に関わる現状は、
全国的にみても少ないといえるため、今回当院のリンパ浮腫外来で作業療法士が携わった
歴史を振り返り、リンパ浮腫患者に対する作業療法士の専門性について検討したので本発
表で報告する。

P2-180-5
手指の機能障害を呈した方に、箸操作の向上を図り箸の形状を工夫し適合
を試みた一症例
北山∙信彰（きたやま∙のぶあき）1、佐藤∙一朗（さとう∙いちろう）2

1国立療養所松丘保養園機能訓練室、2国立療養所松丘保養園内科

【はじめに】ハンセン病後遺症にて右手指の機能障害を呈して箸を上手く操作ができない方
に,一般的に望ましい･伝統的な箸の把持方法（正しい箸の持ち方）を目指し,箸にスプリン
ト材を用いて本人の手指機能に適合する形状の工夫を試みた経過を報告する.【症例】Aさ
ん,80歳代男性,右利き.右手指第3 ～ 5指にハンセン病後遺症.ADL全般は自立している.握
力は右手18kg.右手指MP関節外転の自動運動,虫様筋握りが困難.食事動作は箸を使用し
て自立しているが,つまむ,はさむ動作ができず,正しい箸の持ち方で箸を上手く使いたいと
訴えがあり,支援することとした.【介入経過】イス座位の保持は安定し,箸を右手の第1 ～ 3
指で把持するため,その先端が交差するクロス箸となっていた.通常の箸で正しい箸の持ち
方は全手指が過度な屈曲位となり,箸が大きく交差するなどの問題があった.手指機能改善,
動作の工夫を試みたが効果がなく,既製品の自助具の箸に興味を示さなかった.本人の手指
機能に合わせ正しい箸の持ち方で箸を操作できるよう,スプリント材で部分的に形をかたど
り接着させた箸で,模擬的な開閉動作が可能となった.しかし,実際の食事場面で対象物を操
作する際,手指の屈曲が強まり近位箸にズレが生じ,これに対処が出来なかった.その後,ク
リップタイプの自助具箸を継続的に使用している.【考察】本症例の箸の把持および操作は,
末梢神経障害による手内筋の機能低下を補うため,外来筋を主動として過剰に筋緊張させダ
イナミックタッチが的確に得られず手内筋との協調性が乏しく,工夫した箸は症例に適合し
なかったと考えられる. 

P2-180-4
当院での変形性肩関節症におけるリバース型人工肩関節置換術後の短期成績
伊藤∙徹至（いとう∙てつし）、守谷∙梨絵（もりや∙りえ）、滝澤∙芽依（たきざわ∙めい）、松尾∙剛（まつお∙つよし）、
中野∙愛理（なかの∙あいり）、大石∙達也（おおいし∙たつや）、塩田∙直史（しおた∙なおふみ）

NHO 岡山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】リバース型人工肩関節置換術（RSA）は術後固定期間を設ける場合が多く,肩関節
可動域訓練を開始する時期も施設によって差がある.当院は,術後固定を設けず早期より肩
関節可動域訓練を開始している.また退院時は脱臼肢位に配慮して積極的に患側上肢を日常
生活に使用するよう指導している.今回,手術後の短期成績について調査した.【対象・方法】
対象は2020年1月～ 2024年4月までに当院にてRSAを施行し,半年の経過観察が可能で
あった18例（男性7例、女性11例　平均年齢80.8±6.2才）とした.方法は,診療録より年
齢、入院期間,術後他動運動開始日・自動運動開始日,術前と退院時の肩関節可動域,術後半
年間の合併症を調査した.解析方法は記述統計とした.本研究は所属機関の倫理委員会の承
認を得た.【結果】入院期間は16.3±22日であった.肩関節の他動運動開始日は術後平均1.9
±1.1日,自動運動開始日は術後平均5.1±2.3日であった.他動屈曲は術前132.7±24.5
°術後135.4±9.3°外転は術前129.1±29.2°術後133±10.3°であった.自動屈曲は術前
78.2±40.7°術後95.5±25.2°外転は術前73.5±38.8°術後80±26.7°であった.創部

（表層）感染を1例認めたが,術後半年間で患者の不適切な上肢の使用による脱臼・Scapula 
notching・肩峰骨折などの合併症は認めなかった.【考察】術式によって術後プログラムを
取捨選択する必要があるが,当院は術後固定せず早期より関節可動域訓練を行い可動域の改
善を図ることができた.また,創部（表層）感染を1例認めたが,その他合併症は認めなかっ
た.今回は入院中の肩関節可動域に注目した調査であるため,今後は3カ月・半年の経時的な
変化を調査していきたい.

P2-180-3
「外転装具シャワー浴評価マニュアル（案）」「肩リハマニュアル（案）」の導
入多職種連携から質の高いケアを目指して
中村∙篤（なかむら∙あつし）1、牧原∙武史（まきはら∙たけし）2、伊豫∙拓哉（いよ∙たくや）1、高木∙理紗子（たかぎ∙りさこ）1、
平野∙智也（ひらの∙ともや）1、須藤∙光津子（すどう∙みつこ）3、坂入∙幸（さかいり∙みゆき）3、青戸∙克也（あおと∙かつや）2

1NHO 霞ヶ浦医療センターリハビリテーション科、2NHO 霞ヶ浦医療センター整形外科、 
3NHO 霞ヶ浦医療センター看護部

【目的】腱板断裂は、加齢とともに有病率が増加し症状を有する症候性断裂、また症状のな
い無症候性断裂を合わせると全体で1000万人が全層断裂を持っていると推計されている疾
患である。これに対して良好な術後成績が報告されている鏡視下腱板断裂手術（以下ARCR）
に加え、術後のリハビリテーションが重要と言われている。腱板断裂術後の合併症で断裂
幅に起因し、広範囲断裂で39.3％、大断裂で27.7％、中断裂で10.1％、小・部分断裂で
3.7％の再断裂の危険性が示唆されている。当院では、術後患者のADL指導に加え、介助者
の質の向上を図り、可能な限り術後合併症の発生を予防するため「外転装具シャワー浴評価
マニュアル（案）」「肩リハマニュアル（案）」を医師、看護師、作業療法士で作成した。マニュ
アルの作成に加え多職種連携の取組みについて報告する。【方法】主に、外転装具、シャワー
浴時に使用する装具の着脱方法について看護師が評価を実施する「外転装具シャワー浴評価
マニュアル（案）」に加え、休日、祝祭日でも継続してリハビリテーションを実施するための

「肩リハマニュアル（案）」どちらにも病棟看護師によるチェック項目を設け、装具の装着状
態やリハビリテーションの進捗状況の共有に努めた。【今後の展望】「外転装具シャワー浴
評価マニュアル（案）」「肩リハマニュアル（案）」を通して多職種が共通の評価指標を共有し、
統一した術後患者へのADL指導から術後合併症の発生を可能な限り抑制できるよう取り組
んでいきたい。また、症例データを集積し導入したマニュアルの効果の判定についても取
組みを進めていきたいと考えている。
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P2-181-2
「SCUチーム」の取り組み～早期より適切なリハビリテーションプログラム
を遂行するために～
橋立∙さゆり（はしだて∙さゆり）、山口∙和美（やまぐち∙かずみ）、江橋∙洋平（えばし∙ようへい）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院は、2008年より脳卒中ケアユニット（SCU）を開設、リハビリテーション（リ
ハ）科もSCUの一員として参加している。脳卒中治療ガイドライン2021において、リハプ
ログラムは、脳卒中の病態、個別の機能障害、日常生活動作の障害、社会生活上の制限な
どの評価およびその予後予測に基づいて計画することが推奨されている。そこで、昨年度、
科内にて「SCUチーム」を立ち上げ、早期より適切なリハプログラムを計画し退院まで遂行
するための取り組みを開始した。【取り組み】当科「SCUチーム」は、SCU専任理学療法士1
名と、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の主任1名ずつの計4名で構成された。「SCUチー
ム」メンバーは、次の取り組みを行った。1.SCU患者のリハを担当　2.医師間のカンファレ
ンスに参加し、治療内容、リスク、病態の予後予測などを情報収集　3.リハの初期評価よ
り転帰先の予後予測を行い、それに基づいたリハプログラムを計画し遂行　4. SCU患者の
一般病棟転棟後は、週1回15分の頻度で、転棟後の担当スタッフとカンファレンスを実施
し、初期評価の目標設定と現状に相違がないか確認　5.転棟後の担当スタッフのリハの遂
行状況を定期的にフォロー【結果】チームは各療法の主任が配置されており、患者がSCUに
入室し一般病棟から退院するまで、SCU専任理学療法士と各療法のスタッフ間の情報共有
が組織的に行えた。当科スタッフからは、早期より退院までの計画とプログラムが明確と
なり、日々のリハ介入がスムーズになったと感想があった。当科は経験年数の少ないスタッ
フが多く、チームメンバーが定期的に転棟後の担当スタッフをフォローすることは教育的
視点からも有用であった。

P2-181-1
当院における急性期脳卒中患者に対する長下肢装具使用状況の分析
山本∙洋平（やまもと∙ようへい）1、松崎∙誉（まつざき∙たかし）1、村岡∙邦彦（むらおか∙くにひこ）1、辻井∙優菜（つじい∙ゆうな）1、
西薗∙博章（にしぞの∙ひろあき）1、風呂谷∙容平（ふろたに∙ようへい）2

1NHO 南和歌山医療センターリハビリテーション科、 
2公益社団法人白浜医療福祉財団白浜はまゆう病院リハビリテーション科

【背景・目的】脳卒中に罹患し、膝伸展筋力もしくは股関節周囲筋筋力が十分でない患者に対
して歩行機能を訓練するために長下肢装具（以下KAFO）を使用することは妥当である（脳卒
中治療ガイドライン2021）。当院でのKAFO作成本数は2022年度0本から2023年度は8
本に増加したが、KAFO作成の明確な基準はない。当院におけるKAFO使用状況を評価し、
分析することで今後のKAFO作成の一助となることを目的とする。

【方法】2023年8月 ～ 2024年3月 ま でKAFOを 使 用 し た 症 例20例 を 対 象 に 備 品 装
具対応群、装具作成群に分け身長、体重、性別、年齢、疾患名、Stroke Impairment 
Assessment Set（以下SIAS）、入院前modified Rankin Scale（以下mRS）、立位保持の可
不可、在院日数、転帰先、装具完成までの日数、装具を作成しなかった要因を後方視的に
検討した。

【結果】身長、体重、性別、年齢、疾患名、SIAS、mRS、在院日数に有意差は認めなかったが、
装具を作成した群は平均25.9日で作成し、立位保持が可能であり（P=0.0002）、回復期病
院へ転院していた（P=0.0295）。また、KAFOを作成しなかった要因として早期退院や療
養病院への転院であった。

【考察】今回の結果では急性期におけるKAFO作成が患者にとって有益であることを示せな
かったが、全身状態が安定している患者であれば運動量を確保でき、転院後円滑にリハビ
リを継続することができると考えている。

【結語】適切な患者にKAFOを作成し、積極的なリハビリを提供することが当院では必要で
あると考える。

P2-180-8
予後半年の進行胃がん患者のリハビリ経過中にHOPEの変化が得られた一
症例
有馬∙裕二（ありま∙ゆうじ）、朝日∙達也（あさひ∙たつや）

NHO 西埼玉中央病院リハビリテーション科

【はじめに】
今回、進行胃癌に多発骨転移を併発し、予後半年と診断された症例を担当した。終末期患
者に、家族が患者の想いを聞けたのは40％に留まるとの報告がある。リハビリ介入する中
で、患者の想いを聞くことができ、HOPEの変化を経験したため報告する。

【症例】
＜基本情報＞50歳代女性＜診断名＞進行胃がん、多発骨転移＜既往歴＞交通事故による右
半身麻痺あり＜入院目的＞新しい抗癌剤使用で症状経過観察＜入院予定期間＞X/Y＋16日
＜生命予後＞3 ヶ月ー半年＜リハビリ安静度＞歩行、ADL練習可＜家屋、家族構成＞アパー
ト1F、3人（娘：2人、1人別居）＜入院前生活＞ADL自立、IADL全介助

【初期評価】
＜基本動作＞疼痛なく自立＜ADL＞BI90点＜疼痛＞ADL、歩行NRS0＜Mirels score＞
5点＜SINS＞5点＜BDI＞15点＜HOPE＞歩行を維持

【経過】
＜Y＋1＞歩行、ADL練習中心。「しっかり歩きたい」＜Y＋8＞骨髄抑制反応＋、ベッド
サイドで介入。「仕方ない」＜Y＋10＞「娘に迷惑かけたくない」＜Y＋12＞発熱性好中球
減少症で抗菌薬開始。「眠るの不安、目が覚めなかったらどうしよう」＜Y＋13＞「娘に何
か生きた証を残したい」ちぎり絵提案。作成中「物作り好きなの」と意欲的＜Y＋15＞抗が
ん剤投与適応外で中止。「絵に文字書いていい？」や「この絵先生にもあげるの」と自発的。
BDI：10点＜Y＋16＞自宅退院。作品を娘へ。

【考察】
終末期の患者に対し、リハビリ職はまとまった時間を確保しやすい職種である。人生を振
り返るような問いかけを行っていくことで患者は人生を俯瞰してみれるようになると報告
されており、リハビリ職の役割の一つとして想いの気づきを発現させることも重要と考え
られる。

P2-180-7
当院における乳がん手術後の肩関節可動域に影響を与える要因に関する後
方視的研究
福地∙耕介（ふくち∙こうすけ）1、飛永∙宗治（とびなが∙むねはる）1、
牛島∙毅（うしじま∙つよし）1、河野∙美恵（かわの∙みえ）1、進藤∙史代（しんとう∙ふみよ）1、陣内∙崇（じんのうち∙たかし）1、
山野∙朋博（やまの∙ともひろ）1、中村∙吉昭（なかむら∙よしあき）2、田尻∙和歌子（たじり∙わかこ）2、川崎∙淳司（かわさき∙じゅんじ）2、
厚井∙裕三子（こうい∙ゆみこ）2、秋吉∙清百合（あきよし∙さゆり）2、伊地知∙秀樹（いじち∙ひでき）2、古閑∙知奈美（こが∙ちなみ）2、
徳永∙えり子（とくなが∙えりこ）2、薛∙宇孝（せつ∙のきたか）3

1NHO 九州がんセンターリハビリテーション科、2NHO 九州がんセンター乳腺科、 
3NHO 九州がんセンター整形外科

【目的】当院での乳がん術後患者はドレーン抜去後数日で退院となることが多く、肩関節可
動域（以下、肩ROM）制限が大きい方は日常生活に支障を来していることが想定される。ま
た、術後放射線療法が予定される患者などでは早期の肩ROM改善が重要となる例もある。
そこで、本調査では乳がん患者の背景に術後の肩ROM制限に影響を与える要因を後方視
的に調査し、術前後のリハビリテーションや患者指導の一助とすることを目的とした。【方
法】対象は2023年4月～ 2024年3月までに乳房全切除術+腋窩リンパ節郭清術を受けら
れた患者で術前に肩ROM制限を認めなかった23名（平均年齢53±10歳）とした。術後介
入時の肩関節屈曲と外転可動域を、術側、術前化学療法の有無、ドレーン留置期間、郭清
範囲、術後の筋緊張亢進の有無それぞれについて検討した。筋緊張亢進の有無については
Modified Ashworth Scale（MAS）を使用し0を正常群、1以上を筋緊張亢進群に分けた。
統計学的検討はt検定を使用しp値0.05未満を有意差ありと判断した。【結果】術側、術前
化学療法の有無、郭清範囲、ドレーン留置期間に関しては有意差を認めなかった。筋緊張
亢進の有無では正常群（屈曲111±12°、外転101±15°）と筋緊張亢進群（屈曲95±12°、
外転82°±10）との間に有意差を認めた（p＝0.01）。【考察】本調査では術後の筋緊張亢進
群が肩ROM制限が大きかった。上肢筋の筋緊張と痛み、不安感との間で有意な相関がある
という報告がある。本調査では術後の疼痛やリハビリテーションへの不安感から筋緊張が
高くなり肩ROM制限へとつながっていることが考えられた。そのため、術前から身体面の
みならず心理面へのサポートも必要と考える。
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P2-181-6
演題取り下げ

P2-181-5
失調歩行に対し感覚再学習から自宅復帰可能となった多発性脳梗塞の一症例
小笠原∙涼太（おがさわら∙りょうた）、相本∙晃一（あいもと∙こういち）、加藤∙保（かとう∙たもつ）、後藤∙優宏（ごとう∙まさひろ）

NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科

【はじめに】この度，多発性脳梗塞による運動失調症状を認め，歩行障害を呈した患者に対
し感覚フィードバック（以下，FB）を用いた訓練を実施し，バランスの改善から独歩獲得，
自宅復帰に至るまでの経過を報告する．【症例紹介】60歳代男性．X年Y月Z日早朝，職場
に来られず同僚が自宅へ訪問するも，意識障害で倒れておりドクターヘリにて急性期病院
へ搬送された．頭部MRIにて両側橋・右後頭葉・左小脳に梗塞巣を認め，頭部MRAでは脳
底動脈閉塞を認め，同日，アテローム血栓性脳梗塞の診断により入院となった．第45病日，
当院回復期リハビリテーション病棟へ入院となった．【経過】入院時評価ではBRS:上肢V/
V手指V/V下肢IV/V，下肢筋力GMT:2/4であり，Romberg徴候:陽性，鼻指試験:+/+，
踵膝試験:+/+ ，BBS:4/56点と四肢・体幹の運動失調を認め，病棟内全ADLは要介助レ
ベル，FIM:40/126点であった．介入当初より，運動失調による身体バランス不安定性に
対し，視覚FBや聴覚FB，触診FBをそれぞれ用いた運動プログラムを実施した．身体バラ
ンス機能は徐々に改善がみられ，病棟内ADLは向上し，第123病日には病棟内独歩自立
となった．最終評価では下肢筋力GMT:4/4，BBS:49/56点，TUG-T:独歩快適14.1秒，
FIM:108/126点となり，第153病日に自宅復帰となった．【考察】本症例は著明な四肢・
体幹の運動失調がみられ，病棟内ADL改善に至る治療過程で難渋した．治療選択において，
近位関節に軽度接触刺激を与える感覚FBにより遠位関節操作の円滑性・近位関節過剰固定
減弱を狙った訓練を行ったことで，運動失調の軽減や体幹・股関節周囲筋群の筋出力タイ
ミングの再学習が行え，独歩獲得，ADL向上に繋がったと考えられた．

P2-181-4
感覚障害と歩行時の麻痺側膝折れを有する急性期脳梗塞患者に対し姿勢鏡
を用いたステップ練習を実施することで歩行障害が改善した一例
光原∙智樹（みつはら∙ともき）、朝田∙孝優（あさだ∙たかまさ）、山原∙純（やまはら∙じゅん）

NHO 舞鶴医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
脳卒中患者の歩行再獲得において感覚障害を考慮した練習内容を選択することは重要であ
る。今回、感覚障害と右片麻痺より歩行障害を呈するBAD型脳梗塞患者に対し、姿勢鏡を
用いたステップ練習を実施し、歩行障害に改善が得られたため報告する。

【症例紹介】
症例は60代男性、入院前ADLは自立。Z日に脳梗塞発症し当院入院、Z＋1日より理学療
法を開始。Z+3日に神経症状悪化し、左傍正中部橋動脈のBAD型脳梗塞と診断。

【初期評価Z+19日】
右下肢表在感覚が7/10点、深部感覚が6/10点、Brunnstrom Recovery Stage（以下、
BRS）は右上下肢IV、MMT（右/左）は体幹回旋2/2、股関節屈曲 5/5、膝関節伸展 4/5、
足関節背屈2/5、FIMは71点であった。歩行は麻痺側立脚期に体幹側屈と膝折れが出現。

【プログラム】
歩行障害の改善を目的に姿勢鏡を用いたステップ練習を実施。姿勢鏡からの視覚的フィー
ドバックを意識させ、左右へのWeight shiftと麻痺側初期接地から立脚中期におけるステッ
プ練習を実施。

【最終評価 Z+28日】
右下肢表在深部感覚ともに10/10点、BRSは右上下肢V、MMTは股関節屈曲5/5、膝関節
伸展 5/5、足関節背屈4/5、体幹回旋4/4、FIMは116点であった。歩行は麻痺側立脚期
の体幹側屈と膝折れが軽減。

【考察】
感覚障害へのアプローチにおいて、フィードバックの方法と適度な感覚刺激入力が重要で
あること、また、ステップ練習は脊髄内の神経回路に学習に効果があることが報告されて
いる。本症例においては、姿勢鏡を用いた視覚的フィードバックを選択し、ステップ練習
にて適度な感覚刺数を入力したことで、感覚障害を考慮した学習効果のある練習が実施さ
れ、歩行障者の改善が得られたと考えられる。

P2-181-3
左視床出血により重度片麻痺を呈した患者に対してWelwalk-1000を使
用し歩行獲得を目指した一症例
田中∙吟治（たなか∙ぎんじ）、相本∙晃一（あいもと∙こういち）

NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科

【はじめに】Welwalk－1000（以下WW）は運動学習理論に基づき、アシスト機能や難易
度調整やフィードバック機能を利用した歩行練習が可能となるリハビリテーション支援ロ
ボットである。今回、左視床出血を呈し歩行獲得を目指した症例に対して、WWを使用
し歩行訓練を行い歩行能力の向上が得られたため、その経過を報告する。【症例紹介】症例
は左視床出血により右片麻痺を呈した50代男性。発症後19病日目に当院回復期病棟へ入
院。21病日目からWWでの歩行練習を開始。1日40分程度を週5回の介入頻度で実施。

【理学療法評価】入院時、右下肢Brunnstrom Stage（以下BRS）:2、Stroke Impairment 
Assessment（以下SIAS）SIAS－L/E:（運動機能－下肢）3点、Berg Balance Scale（以下
BBS）:19/56点、10m歩行時間は（四点杖＋二人介助）120秒。再評価時、BRS:3 ～ 4、
SIAS－L/E:8点、BBS:43/56点、10m歩行時間（T字杖使用）16.86秒【経過】介入初期は
体重免荷、視覚フィードバックの使用、アシスト機能最大値でのWW歩行訓練を開始。徐々
に免荷量アシスト量を漸減していき、69病日目より平地杖歩行見守りレベルまで改善し、
ロボットを使用したWW歩行訓練を終了した。【考察】重度片麻痺患者に対して、発症早
期からの歩行訓練を実施するにあたり、歩行量が保てない、過度な介助などが散見される。
しかし、WWを使用することによって発症早期から歩行量を保つことができ、最小限の補
助下でPTに適した最大限の歩行訓練を可能とする。また、難易度調整も可能であるため、
より運動学習を図ることができる。結果、早期のWW歩行訓練の介入が歩行能力の改善に
影響したのではないかと考える。
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P2-182-2
AVシャント管理についての勉強会を実施して ―効果的な学習方法の検討―
伊藤∙仁美（いとう∙ひとみ）、木村∙遥香（きむら∙はるか）、新川∙真以（しんかわ∙まい）、濱先∙真穂（はまさき∙まほ）、
寺田∙絢香（てらだ∙あやか）、河内∙祥子（こうち∙しょうこ）、藤原∙不器（ふじわら∙ふき）、永田∙真由美（ながた∙まゆみ）

NHO 広島西医療センター看護部

【目的】B病棟看護師のAVシャント（以後シャントとする）管理について、知識の向上や不安
を軽減するための効果的な勉強方法を明らかにする。【方法】1　研究対象：B病棟勤務中の
看護師19名（看護師長、研究者を除く）2　研究方法：調査研究1）B病棟看護師を経験年数
とB病棟配属年数が均等になるように2群（A・B）に分けるA群：勉強会を行ってから実際
にシャント音を聴取し、シャントに触れるB群：実際にシャント音を聴取し、シャントに触
れてから勉強会を実施2）シャント管理について知識の差を確認するため独自で作成したテ
スト（100点満点）とアンケートを勉強会前後で実施3）勉強会前後のテストとアンケート結
果を比較・分析【倫理的配慮】A病院の倫理審査委員会の承認を受け実施した。【結果】勉強
会前後のテストの平均点は、A群は前28.2点から後61.9点、B群は前17.6点から後63.3
点と上昇した。勉強会後のアンケートでは、A・B群ともに、シャントのある患者の看護に
ついて不安が軽減した、勉強会をしてからシャント音聴取の方法が良いと回答した。【考察】
今まで、B病棟看護師は、シャント管理に対する知識が浅い中で、シャント管理を行ってい
たため、勉強会により、シャント管理の復習ができ知識が向上したと考える。また、勉強会で、
シャントの仕組みや合併症、DVDでシャント音の正常・異常を聞き理解し実践ができたた
め不安の軽減にもつながったことにより、勉強会を行ってからシャント管理にあたる方が
効果的である考える。【結論】B病棟でのシャント管理の勉強方法は、勉強会後に実際にシャ
ント音を聴取したり、触れる方が理解しやすく効果的であった。

P2-182-1
ストーマケアの弱点克服のための取り組み
内藤∙潤（ないとう∙じゅん）、水野∙匠（みずの∙たくみ）、井川∙希（いかわ∙のぞみ）、吉田∙風香（よしだ∙ふうか）、
福園∙麻衣（ふくぞの∙まい）、東∙美由紀（ひがし∙みゆき）

NHO 大阪南医療センター看護部

【はじめに】ストーマ造設患者は、ボディイメージの変容を受け入れ、退院後ストーマを管
理するための一連の手技を獲得する必要がある。A病棟の看護師のストーマケア経験年数は
3年未満が約70％を占めており、ストーマケアに自信のないスタッフも多く、アセスメン
トや記録が不十分であった。今回ストーマケアを向上するための取り組みを行ったので報
告する。

【方法】独自で作成したアンケートを実施し問題点を抽出した。便の排出、ストーマ装具の
交換、ストーマオリエンテーション、セルフケア確立に向けての計画立案と実施、ストー
マサイトマーキング、ストーマ装具の選択、退院指導、記録、物品管理、オストミー外来
対応看護師の育成の11項目に対し、教育計画を立案した。次に病棟看護師を対象に知識・
技術の向上ができるように小集団でOJTを実施した。OJT実施後にアンケート調査を行い
取り組みの効果を確認した。

【結果】取組前は入院前から退院後の生活指導までの一連の流れが分からず、ストーマケア
全体の看護に不安が多かった。取組後は装具選択や社会福祉サービスの説明が不十分であ
ると認識していた。

【考察】ストーマケアを11項目に系統立てて教育を実施したことで、看護実践の過不足が明
らかになり、漠然としたストーマケアへの不安は軽減したと考える。装具選択や社会福祉
サービスの説明は患者の個別性をより大切にしなければならず今後の課題である。皮膚・
排泄ケア認定看護師やMSWと連携し課題の解決をしていきたいと考える。

P2-181-8
Branch atheromatous disease typeの脳梗塞により重度のPusher現象
を呈した患者に対して、環境設定に着目し歩行練習を実施した一例
黒河∙大雅（くろかわ∙たいが）、小浦∙正貴（こうら∙まさき）、橋本∙明希子（はしもと∙あきこ）、岡田∙直秀（おかだ∙なおひで）、
上野∙俊之（うえの∙としゆき）

NHO 大阪医療センターリハビリテーション科

【はじめに】今回はレンズ核線条体動脈梗塞のBranch atheromatous disease type（以下
BAD type）を発症した患者に対して歩行時の環境設定を工夫し歩行能力の再獲得を目標に
介入した例を紹介する。【症例紹介】70代男性、入院前ADLは自立。【病歴】X年Y月Z日、
右上下肢の運動麻痺、右上下肢の感覚障害、構音障害を発症し緊急入院。レンズ核線条体
動脈のBAD typeの脳梗塞と診断。Z+1日より理学療法開始。Z+21日に回復期病院へ転
院となった。【介入と結果】理学療法開始時、麻痺側下肢のBrunnstrom Stageは2であった。
Z+4日、長下肢装具を用いた歩行練習を開始し、中等度介助であった。この時点で、Scale 
for Contraversive Pushing（以下SCP）で立位3点と強いPusher現象が見られ、非麻痺側
下肢への重心移動が拙劣な状態であった。そこで平行棒、壁手摺、円卓テーブルの周囲で
歩行練習を行い、どの環境下で非麻痺側への重心移動が円滑に実施できるかを検証した。
その結果、円卓テーブルの周囲、壁手摺、平行棒の順で非麻痺側への重心移動が円滑であっ
た為、上位2つの設定下で歩行練習を実施した。Z+14日、SCPは立位1.25点に改善して
おり、オルトップ型装具に変更して平行棒での歩行練習を開始した。Z+20日、SCPは立
位0.75点まで改善しており、オルトップ型装具を使用し軽介助レベルで歩行可能となった。

【考察】本症例では、平行棒や壁手摺を使用すると強く握りこみ麻痺側へ押してしまう傾向
がある為重心移動が拙劣になり、対して円卓テーブルでは手掌支持となった為重心移動が
上手く行えたと考える。よって、Pusher現象の程度に合わせて環境設定を行う事で歩行練
習を円滑に進められる可能性がある。

P2-181-7
右延髄外側梗塞により右前方への姿勢制御障害を呈した患者対して、固有
感覚アプローチに着目し独歩獲得に至った一症例
大黒∙咲葉（だいこく∙さよ）、相本∙晃一（あいもと∙こういち）

NHO 鳥取医療センターリハビリテーション科

【はじめに】この度、右延髄外側梗塞によりLateropulsio（以下LP）に伴う歩行障害を認めた
症例に対し固有感覚アプローチを実施し、LPの改善から独歩獲得に至った為、経過を踏ま
えて報告する。【症例紹介】70歳代女性。診断名:右延髄外側梗塞、既往歴:糖尿病、高血圧症、
脳梗塞による右不全片麻痺。現病歴:X年Y月朝、歩行時右偏移にて歩行困難、嘔吐あり。翌日、
近医紹介受診となり、頭部CT、頭部MRI検査施行され画像陰性脳梗塞の診断により入院。
第13病日に診断確定。【経過】第27病日、リハビリ目的にて当院へ転院。初期評価では前
庭症状はなく、不随意運動や筋強剛はなし。BRS:上肢VI-手指VI-下肢VI、MMT:右上肢4
右下肢4体幹3、表在・深部感覚正常。BBS:32/56点、SARA:18/40点、MMSE:22/30
点、FAB:8/18点、TUG:16.93秒（右）16.68秒（左）であった。当初は右側への姿勢障害
と歩行障害に対し姿勢鏡使用による姿勢調整練習を進めたが、姿勢や歩行時のバランス改
善が乏しかったため、固有感覚アプローチを重視した運動に切り替え進めた。第82病日に
病棟内独歩自立獲得。退院時評価ではBBS:49/56点、SARA:6/40点、MMSE:27/30点、
FAB:13/18点であり、屋内外独歩自立にて自宅退院となった。【考察】介入当初は、口頭指
示や姿勢鏡使用による視覚的フィードバックでの姿勢調整と運動学習を試みたが、前頭葉
機能低下により自己修正が難しく想定した姿勢改善効果が得られなかった。固有感覚を利
用した運動では、単関節運動や対角線運動での連動する共同筋群の働きにより、体幹筋群
賦活や体幹・骨盤帯の可動性向上、姿勢制御の改善につながり、独歩獲得に至ったと考える。



734

P2-182-6
術後疼痛管理チーム立ち上げから現在の活動について
矢嶋∙晶（やじま∙あきら）1、新倉∙久美子（あらくら∙くみこ）2

1NHO まつもと医療センター看護部手術室、2NHO まつもと医療センター麻酔科

【はじめに】令和4年度診療報酬改定で、術後患者に対する質の高い疼痛管理を推進する観
点から、術後疼痛管理チームによる疼痛管理加算が新設された。A病院では令和4年10月
より麻酔科医師、診療看護師、看護師、薬剤師、臨床工学技士による術後疼痛管理チーム
を発足した。これまでの活動報告と今後の課題について検討する。

【活動報告】プロトコール及び患者説明用紙作成、ポスター掲示、病棟看護師への勉強会を
行った。硬膜外PCA、静脈PCAを施行された患者を対象とし、土日祝日を含め、疼痛回診
を行っている。PCA終了後も術後3日目まで、硬膜外PCAは抜去後1日目まで回診を行い、
安全を担保した管理を行っている。令和5年度の加算件数は1600件、外科54％、呼吸器
外科15％、整形外科23％、泌尿器科8％の割合であった。

【考察】プロトコールにより疼痛管理の標準化が進み、チームメンバーによるタイムリーな
対応が可能となった。また、疼痛研修を受講したメンバーが直接回診することで、疼痛へ
の迅速な対応、嘔気などの副作用への対応など、より患者のニーズに応えられるようになっ
た。土日祝日の回診については、麻酔科医、診療看護師、手術室看護師のオンコールを活用し、
継続した体制を整備することができた。今後は、安定した術後疼痛管理の提供に向けた体
制整備、病棟看護師の育成、離床を念頭に置き、チームメンバー以外の多職種と協働した
疼痛管理の充足が求められる。

【結語】術後疼痛管理チームの活動について報告した。今後、継続的な術後疼痛管理のため
の体制の構築、多職種との連携、チーム活動アピール、院内教育を推進していく。

P2-182-5
精神科単科病院における褥瘡対策体制の確立
村田∙長緒美（むらた∙なおみ）1、金子∙美代子（かねこ∙みよこ）1、畑∙由美子（はた∙ゆみこ）1、河村∙里香（かわむら∙りか）1、
谷∙明美（たに∙あけみ）2

1NHO 下総精神医療センター看護部、2NHO 千葉医療センター看護部

目的　A病院は、精神科単科の病院であり、褥瘡対策の専門的知識がない精神科医師と看護
師で褥瘡対策チームを結成し褥瘡ラウンドを行っていた。そのため、治療及び処置・予防が
不十分であり、看護師の褥瘡に対する興味も低かった。そこで、R5年8月より系列病院の
皮膚・排泄ケア特定認定看護師（以下特定認定看護師とする）を褥瘡回診チームに加え、褥
瘡ケアの充実及び褥瘡体制の整備を行ったのでここに報告する。方法　1.褥瘡対策におけ
るマニュアル等の院内整備　2.褥瘡発生状況の比較　3.特定認定看護師による勉強会実施
結果　1.褥瘡対策における入院診療計画書の見直し、フローシート・マニュアル整備　2.褥
瘡発生状況の推移　R3年度月平均0.9人、R4年度月平均0.4人、R5年度月平均1.2人。3.勉
強会4回実施し、参加者へのアンケートの結果　褥瘡に対しての興味は、勉強会前が大いに
興味がある45.1％、興味がある53.2％、あまり興味がない2％であった。勉強会後では大
いに興味がある75.8％、興味がある24.2％となった。考察　1.褥瘡対策における院内マニュ
アル等の整備をすることにより、褥瘡発生時の対応が分かりやすくなり、早期の介入が行
えるようになった。2.R5年度発生人数が増えた背景として、軽度の褥瘡についても発生届
けが提出されるようになり、スタッフへの関心が高まったと考える。3.十分な知識のある
特定認定看護師が講師となることにより、スタッフの褥瘡に対する興味が増えたのではな
いかと考える。まとめ　今後は、身体拘束時や、認知症患者の増加など精神科においても、
褥瘡発生リスクが高まるため、褥瘡予防の取り組みを継続する。

P2-182-4
A病院のエアマットレス管理における現状と課題
谷崎∙知亜紀（たにざき∙ちあき）、前田∙麻美（まえだ∙あさみ）、野内∙万理子（のうち∙まりこ）

NHO 鹿児島医療センター看護部

【背景・目的】A病院での新規褥瘡発生率は過去3年間上昇傾向であったため、2023年度に
エアマットレスの必要台数と管理方法について見直し、新たな管理体制で運用を開始した。
A病院のエアマットレス管理における現状と課題が明らかとなったため報告する。

【方法】1カ月分の日常生活自立度B/Cランクの患者数を調査し、エアマットレス必要台数
を1日最大50台として、必要な患者に速やかに使用できるようにME機器と連携した中央
管理にした。ICU病棟は全床エアマットレスを固定配置、その他の病棟は必要時借用する
方法とした。また使用開始時と終了時にバーコード認証し、使用患者や場所が電子カルテ
上で確認できるシステムを構築した。さらにマットレス選択のアルゴリズムを改定した。

【結果・考察】2023年度の新規褥瘡発生率は0.75％であり有意に低下した。また電子カルテ
上で稼働状況を可視化したことで、確認しやすい環境を整備することができた。エアマッ
トレスの使用患者数、使用開始までの日数、新規褥瘡発生率の相関を調査すると、新規褥
瘡発生率が高い2つの病棟は、患者の抽出や使用するまで時期に課題があることが推測さ
れた。特に状態変化時に速やかにエアマットレスを使用することが課題である。使用患者
数が多く使用開始までの日数が短期間でありながら新規褥瘡発生率が高い病棟は、エアマッ
トレス使用に関わらず、クッションの使用やポジショニング技術などの複合的な要因が混
在していると考えられた。

【結論】1.エアマットレスの必要台数と管理方法を見直したことにより、新規褥瘡発生率の
低下に繋がった。2.状態変化の患者に対するアルゴリズムに応じた速やかなマットレス選
択が課題である。

P2-182-3
VATS（胸腔鏡下手術）を受けた肺がん患者の退院後に生じる問題
西村∙優香（にしむら∙ゆうか）、大薄∙亜優（おおすき∙あゆ）、川野∙真愛（かわの∙まえ）、花見∙奈津美（はなみ∙なつみ）、
川崎∙千咲（かわさき∙ちさき）、中村∙貴子（なかむら∙たかこ）、辻∙智子（つじ∙ともこ）

NHO 南九州病院呼吸器科

【目的】VATS（胸腔鏡下手術）は低侵襲で術後回復が早く短期間入院という利点はあるが、A
病院では入院中に病棟看護師が個別性のある退院支援が十分でない現状がある。VATSを受
けた肺がん患者の退院後に生じている問題点を明らかにし今後の課題を得る。【方法】SF-36
のQOL尺度を視点に退院後の問題に関するアンケートを作成。VATSを受け退院後初回外
来に来た24名へアンケートを実施。アンケートは身体的・心理的・社会的側面に分けて平
均点を比較し対象者の属性と照合した。【倫理的配慮】本研究はプライバシーや個人情報保
護の厳守性・リスクについて説明し、同意のもと連結可能匿名化にてデータ処理をした。【結
果・考察】対象者24名のうち22名の肺がん患者の属性と照合し、疲労感など体力の低下を
感じている人が多かった。平均年齢72.6歳と比較し、就業や家事役割がある人は半数以上
おり、退院後生活してはじめて症状や不安に直面していると考えられた。また3期肺がんが
2割おり、「困った時に支援を得たい」や「いつ治るか不安がある」が高く、高位な病期分類
ほど再発率や追加治療の必要性により、不安は増大傾向にあると考えられた。一方対象者
の4割が予定（10日）以上の入院を要したが、術前後で治療環境等に対する心理的負担の変
化は少なく、早期より退院後の生活を見据えたセルフケア能力の獲得に高い意識があると
考えられた。【結論】退院後に生じている問題は日常生活と仕事や家事等の双方で体力低下
があり、病気や術後症状の不安など心理的負担が生じている。またVATSを受けた患者の
多くが周囲から支援を得たいと感じており、退院後の生活の理解や具体的かつ予測的な退
院支援の必要性が示唆された。
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P2-183-2
岡山医療センターにおける内科専門研修プログラムの現状と課題
太田∙康介（おおた∙こうすけ）1、万波∙智彦（まんなみ∙ともひこ）2、藤原∙慶一（ふじわら∙けいいち）3、清水∙順也（しみず∙じゅんや）4、
柴山∙卓夫（しばやま∙たくお）3、舟戸∙陽子（ふなと∙ようこ）5

1NHO 岡山医療センター腎臓内科、2NHO 岡山医療センター消化器内科、 
3NHO 岡山医療センター呼吸器内科、4NHO 岡山医療センター小児科、 
5NHO 岡山医療センター専門医研修室

【目的】平成30年度から新専門医制度にて当院は内科・外科・総合診療プログラムが認定さ
れている．今回内科専門研修プログラム（以下内科プログラム）の現状・課題など報告する．

【方法・背景】公開情報や保存されている内科プログラム資料をもとにした．当県は2020年
度から採用数にシーリング（60名前後）が設定された．現在当院は609床，33診療科（内
科系11），内科学会指導医38名．地域医療支援病院・地域がん診療拠点病院などの機能を
有する．プログラムの定員は10名，2年目の連携施設研修1年を含む3年とし1年目の6
か月以上は内科ローテートとした．臨床上の指導は主に各診療科実地診療において行われ
た．評価はJ-OSLER（専攻医登録評価システム）によった。【成績】平成30年度から令和6
年までそれぞれ9名，6名，7名，9名，9名，9名，10名が専攻医として登録された．ほ
ぼ全員選択したサブスペシャルティ診療科に所属し（呼吸器、糖尿病、消化器、血液、腎な
ど）プログラム終了後の進路に変更はなかった．修了者25名（81.2%）がその後総合内科専
門医を取得した．運営については制度発足時から院内に専門医研修室を設置しプログラム
運用上の諸事に対応した．専攻医に対してアンケートや面談を行い運用上の改善に努めて
いる．専門教育の担保，J-OSLER作成など課題は多い．【結論】制度発足後内科専攻医に継
続的な専門教育を行うことができた．

P2-183-1
実態調査から考える希少がんの臨床研修体制
小林∙英介（こばやし∙えいすけ）1、岩本∙海作（いわもと∙かいさく）2、中山∙俊（なかやま∙しゅん）2

1国立がん研究センター中央病院骨軟部腫瘍・リハビリテーション科、 
2株式会社Antaa Business Development

はじめに　希少がんは患者数が少なく、診療上の課題が他のがん種に比べて大きい。2015
年に本邦で10万あたり6人未満の罹患率のがんが希少がんであると定義されたが、その認
知度は医療従事者においても低く、臨床研修できる機会も限られていることが予想される。
今回、希少がんの診療や教育の実態を調査し、その課題を検討した。方法　本邦の医師88
名（診療経験5年以下：24%、6-19年：37%、20年以上：38%）、現役医学生113名に
web上でアンケート調査を行った。結果　医師の41%が希少がんの定義を知り、希少がん
と認識する腫瘍は、肉腫、小腸がん、GISTの順であった。医師の42%が希少がんの診療経
験を有していたが、うち89%で診療上の問題を抱えていた。その内容は治療方針（76%）、
診断（45%）、相談相手の不在（35%）、紹介先不明（22%）であった。医師の83%が希少が
んについて学ぶ機会を希望し、オンライン学習の要望が多かった。現役医学生で希少がん
の定義を知っているのは19%であり、臨床実習経験があったのはわずか10%であった。し
かし大学時代に希少がんの教育を享受する機会があった現役医学生は22%であり、医学生
時代に希少がんの教育を受けた現役医師の10%と比して多かった。考察　希少がんという
言葉が定義されて以来、我々はその啓発のために「希少がんホットライン」を開設し、情報
提供の門戸を医療従事者にも開いてきた。今回の調査で医師における希少がんの認知度は
高まり、現役医学生への教育の場も増えてきた可能性が伺えた。一方で実臨床における希
少がんの研修機会は十分ではない。当院での希少がん臨床研修体制に加え、現在web上で
の教育研修や肉腫専門医へ繋ぐためのシステムを構築している。

P2-182-8
小児科を有する混合病棟における小児患者家族の満足度調査
前田∙明歩（まえだ∙あきほ）、福島∙香鈴（ふくしま∙かりん）、五反田∙栞里（ごたんだ∙しおり）、東∙美希（ひがし∙みき）、
谷崎∙知亜紀（たにざき∙ちあき）、野内∙万里子（のうち∙まりこ）

NHO 鹿児島医療センター東3階病棟

［研究目的］
A病棟に入院する小児患者家族が看護師に求める看護の実態を知り、小児看護の質向上へ繋
げる。

［研究方法］
・研究デザイン：質問紙による量的研究
・研究対象・期間：A病棟で令和5年10月～ 12月に入院している小児患者家族を対象とし、
現状の看護に対する満足度と今後求める看護支援に関するアンケートを実施した。本研究
はA病院の倫理審査委員会にて承諾を得た。

［研究結果］
30名中25名の協力を得た。先行文献に準じて22項目の最高点88点のうち78％以上の割
合を満足度が高いとした。家族満足度と各因子をみると、家族満足度88％、第1因子「看
護者に対する信頼」100％、第2因子「尊重された対応」96％、第3因子「入院環境」60％、
第4因子「医療チームの連携」52％、第5因子「安全・安楽なケア」88％であった。因子別
でみると第3因子「入院環境」では〈小児患者の発達段階に応じた援助〉、第4因子「医療チー
ムの連携」では〈看護師や医師それぞれに同じことを伝える必要がなかった〉に対する満足度
が低かった。個人要因でみると「皮膚科・皮膚腫瘍科、耳鼻咽喉科（手術）での入院」「入院
経験3回以上」「入院1週間以上」「大部屋と個室両方」の項目が低かった。

［考察］
A病棟は混合病棟であるため、小児患者家族が安心して入院生活を送れるよう、入院前支援
や入院時オリエンテーション、処置や検査時の説明の充実化を図り、医療者間の連携を高め、
環境調整することが必要である。

［結論］
・家族満足度では、8割以上が合格点に達しており満足度は高かった。
・「入院環境」と「医療チームの連携」でみる家族満足度は低かった。

P2-182-7
手術室看護師の術後疼痛管理に関する認識の実態調査
山本∙里穂（やまもと∙りほ）、松井∙紀世美（まつい∙きよみ）

NHO 大阪医療センター手術室

令和4年度の診療報酬改定により術後疼痛管理ケア加算が新設された。当院では15の診療
科が多岐にわたる手術を行っており、手術に合わせた鎮痛方法を実施している。しかし、
手術室看護師の術後疼痛管理に関する学習経験が浅く、術後疼痛アセスメントが困難であ
ることが考えられた。そこで手術室看護師の術後疼痛に関する認識を調査し実態を明らか
にしていく。
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P2-183-6
オンラインで行う学生フォーラム・-ナンバーワンナース紹介と360名・
39グループのオンラインディスカッションの成果
福田∙優子（ふくだ∙ゆうこ）1、横山∙佳奈（よこやま∙かな）2

1NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校、2NHO 栃木医療センター附属看護学校

関東信越グループ内の看護学校2年生を対象にした学生フォーラムは、永年幕張メッセで関
信グループの病院就職説明会とコラボしてきた。しかし令和元年の中止をきっかけに活動
が別になった。その後も学生の帰属意識醸成を目的に関東信越グループ内の学校が当番制
で運営し、副学校長・教育主事協議会関東信越支部の協賛を受け、継続して来た。令和5年
度は千葉医療センター附属千葉看護学校が当番となり学生が企画・運営した。「つながるこ
ころ、深まる看護」というテーマで、1．先輩看護師の看護を聴くことで自身の看護を振り
返る。2．実践に基づく自らの看護に対する考えを明確にする。3．就職試験が早まること
への対策にする。という目的を掲げ、6校約360人の2年生がweb上で介した。
企画の一つ目は各校の学生が臨地実習や授業を通して看護師として尊敬するナンバーワン
ナースを選び、その理由と選ばれたナースへのインタビューを他校の学生に紹介した。企
画の二つ目は、就職試験の準備も兼ね冬期休暇中に各校で「実践に基づく看護観」のレポー
トを課した。そのキーワードに基づき7人から10人の39グループを編成し、Zoomのブ
レイクアウトルームを使用してグループワークを行った。
これらの取り組みによる帰属意識への変化について報告する。

P2-183-5
外来健診業務（海外渡航診断書他 検診・健診業務等）の運用カイゼン～「誰
に聞いたらいいかわからない」を無くす～
藤田∙香織（ふじた∙かおり）1、西濱∙るみ子（にしはま∙るみこ）2、藤村∙あずさ（ふじむら∙あずさ）3、長岡∙徹哉（ながおか∙てつや）3、
仲里∙衣生（なかざと∙めい）2、大湾∙勤子（おおわん∙いそこ）1

1NHO 沖縄病院呼吸器内科、2NHO 沖縄病院外来、3NHO 沖縄病院経営企画室

【背景】これまで当院は通常外来診療と健診・検診業務を区別せず各々の担当医が処理して
いたが2023年度より保険診療と健診業務を切り分けて運用開始した。しかし検診業務が
整理されておらず、長らく検診業務に従事していた職員が退職した影響も受けて現場が混
乱し、検診結果返送の遅延というインシデントも発生した。【目的】当院外来において健診・
検診業務について行った運用改善をまとめる。【方法】1健診業務の流れの確認　2問診内容
の整理、統一　3電子カルテオーダーの健診セットの整備　4診療録記載のテンプレート整
備　5健診結果報告書書式の確認と更新　6異常なし事例の文書の用意　7異常所見文例の
整備　等を行った。【結果】運用をまとめる前は、各担当医がばらばらに対応しており、医
事も外来看護師も検診の都度、運用がわからず混乱していた。がん検診の結果を自治体の
システムに登録するのも医事職員の業務の合間に不定期で取り組んでいた。業務を見直し、
検診の受付から診察、書類作成までの流れを統一した。肺がん検診等もダブルチェックが
行われるように変更した。運用カイゼンにて健診の受付および受診、結果の遅延の改善、
健診結果のスキャン漏れの減少、海外渡航のための外国語診断書診断書作成の効率化へつ
ながった。【考察】今回は健診・検診に関するマニュアルや注意点等を文書ひな形や診療録
ひな形やオーダーコメントとして電子カルテに取り込み、運用の共有を図った。外来にお
いてもパスの構築過程と同じく業務の分析と標準化を行うことで医療の質を保ち、効率的
な診療を実施することが可能であった。

P2-183-4
次世代医療機器等開発事業支援デジタルコンテンツ制作ユニット「Digital 
works Bi-AMPS」の活動報告
兼松∙大介（かねまつ∙だいすけ）1、勝間∙亜沙子（かつま∙あさこ）1、水野∙雄貴（みずの∙ゆうき）2、西牧∙晃二（にしまき∙こうじ）2、
浦井∙健（うらい∙たける）3、大里∙幸暉（おおざと∙こうき）3、渡部∙耕治（わたなべ∙こうじ）1、中村∙貴行（なかむら∙たかゆき）5、
大西∙光雄（おおにし∙みつお）3、金村∙米博（かねむら∙よねひろ）1,4

1NHO 大阪医療センター臨床研究センター先進医療研究開発部、2NHO 大阪医療センター放射線科、 
3NHO 大阪医療センター救命救急センター、4NHO 大阪医療センター脳神経外科、 
5NHO 大阪医療センター臨床工学室

【背景】当院ではAMED次世代医療機器連携拠点整備等事業（令和元年-5年度）の支援を
受けて「全医療職ニーズ/シーズ収集をワンストップで実現する次世代医療機器連携拠点」

（Bi-AMPS）を設置し、医療機器等開発の支援事業を実施した。この活動の一環として、デ
ジタルコンテンツ制作ユニット「Digital works Bi-AMPS」を結成し、医療機器等の概説
や各コメディカル部門の業務内容紹介を医療従事者が行う、教育用動画デジタルコンテ
ンツを自主制作し、Bi-AMPSホームページやSNSを活用して情報発信してきた。そこで、
Digital works Bi-AMPSの活動を報告し、医療従事者による広報メディア自主制作および
デジタルコンテンツ制作技術を活用した事業支援活動の特色と課題について検討する。【活
動内容】Bi-AMPSからの情報発信プラットフォームとして公式ウェブサイトを作成し、放
射線科、薬剤部の業務紹介動画11本を掲載し、YouTubeによる一般公開を行った。ま
た、Bi-AMPS支援活動として、講演会イベントのオンライン配信環境構築やソフトウェア
開発、展示会イベントへの出展および広告パンフレットのデザインなどを行った。ウェブ
サイトの総ページビューは約26000、YouTube動画の再生回数は合計約37000回に達し
た。【考察】メディア制作に通じた医療従事者によるデジタルコンテンツを活用した広報活
動は、病院からの情報発信の有用な方法になり得ると考えられた。一方で、現状の体制で
作品数を増やすためには、さらなる活動規模の拡充および医療業務との調整が必要だと考
える。Digital works Bi-AMPSは今後も創作活動を続けつつ、医療機関としての情報発信
のあり方を考えていきたい。

P2-183-3
日本救急医学会認定ICLSインストラクターの人事異動は異動先で受講者が
増加する
小野∙浩生（おの∙ひろみ）1、太田∙慧（おおた∙けい）2、金井∙恵美（かない∙えみ）3

1NHO 災害医療センターリハビリテーション科、2NHO 東京医療センター救急科、 
3NHO 東京医療センター看護部

【はじめに】東京医療センターのICLS（Immediate Cardiac Life Support　以下NTMC-
ICLSコース）はこれまで110回開催し、コースの特色としては受講生・インストラクター
に理学療法士・作業療法士（以下PT・OT）を含めたコメディカルも多く、コメディカル向
けのシナリオも作成する事で実臨床に即したチーム蘇生訓練を行うことができる。また受
講生・インストラクターには国立病院機構・国立高度専門医療センター（以下NHO・NC）
以外の施設からも多数参加しており、人事交流の場としても寄与している。【目的】今回
NTMC-ICLSコースでインストラクターを実施しているNHO・NCのPT・OTが異動する
と異動先施設でICLS受講者が増加するか検証した。【対象】参加者記録が残っている第25
回から第110回におけるNHO・NCのPT・OTの受講生61名とインストラクター 31名を
対象。なお、インストラクターのうち退職者は除外した。【方法】人事異動歴と異動先にお
ける新規受講者の有無、日本救急医学会認定インストラクター取得の有無を検証した。【結
果】インストラクター 31名のうち人事異動経験者は16名、そのうち認定インストラクター
取得者は9名。さらに異動先施設からの新規受講につなげたインストラクターは7名だっ
た。なお非認定インストラクターの異動先からの新規受講は無かった。【考察】認定インス
トラクターの更新には2年間で2回のコース参加が必要。異動した後もコース参加をしなが
ら自施設のスタッフへ臨床業務におけるICLSの有用性について啓発することで新規受講に
繋がっている可能性がある。【結論】日本救急医学会認定インストラクターが異動すると異
動先からの受講者が増加する。
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P2-184-2
理想的なインシデントカンファレンスを目指す～ P-mSHELLの活用を通し
て～
米澤∙大（よねざわ∙だい）、山口∙淑乃（やまぐち∙よしの）、松井∙雅子（まつい∙まさこ）、与古田∙幸代（よこた∙さちよ）、
西∙紗津樹（にし∙さつき）、古池∙佳代子（こいけ∙かよこ）

NHO 九州医療センター看護部

【研究背景】A病院では2022年度に、インシデントカンファレンス（以下カンファレンス）
のあるべき姿を「スタッフ全員が自分の事として捉え当事者が責められることなく、要因
分析ツールを使用しながら根本原因を検討していくこと」とした。しかし、あるべき姿に
則ったカンファレンスの実践には至っておらず、インシデントの根本原因が抽出できてい
ない状況にあった。【目的】スタッフがインシデント要因分析の必要性及び方法を理解し、
P-mSHELLを活用したカンファレンスを実践することで、根本原因を抽出することができる。

【方法】1.月3例以上の P-mSHELLを用いたカンファレンスの実践を行う2.各病棟の医療安
全推進者がカンファレンスの状況を相互ラウンドし、あるべき姿の実践について確認する。

【結果】1.カンファレンスで、P-mSHELLを活用している病棟は2022年度と比較し増加した。
管理・ハードウェア面の記載状況は他項目と比較し低値であったが、各要因の記載率は高
水準であり、根本原因の抽出は9割以上できていた。2.カンファレンスでは皆が発言でき
ている部署もあり、「他業務をしていたスタッフの割合」及び「当事者を責める様子」は昨年
より減少した。【考察】あるべき姿の周知やP-mSHELLを活用したカンファレンスの実施に
より、医療安全カンファレンスの体制づくりに寄与できた。また、P-mSHELLを用いる事で、
管理・ハードウェア面に視点を向けられていない現状が分かった。今後は、管理・ハードウェ
ア面も含め多角的視点で要因分析できるカンファレンスを実践し、根本原因の抽出を行い、
対策を講じることでインシデントの再発防止に繋げたい。

P2-184-1
自病棟におけるレベル0ヒヤリ・ハット報告件数の増加に向けた要因分析
高橋∙爽（たかはし∙さやか）、田邉∙都（たなべ∙みやこ）、今井∙友博（いまい∙ともひろ）、小林∙美恵子（こばやし∙みえこ）

NHO 西新潟中央病院看護部4病棟

【はじめに】レベル0ヒヤリ・ハット報告割合が少ないという課題が見つかった。先行研究
をもとにヒヤリ・ハット報告への認識を調査、分析したため報告する。【目的】レベル0ヒ
ヤリ・ハット報告件数の増加に繋げるため、病棟看護師のヒヤリ・ハット報告に対する認
識を調査,分析する。【研究方法】1．対象：A病棟看護師28名2．期間：2023年7月～
2024年2月3. 方法：ヒヤリ・ハット報告に対する認識に関する間隔尺度を用いたアンケー
トを実施し分析した。【倫理的配慮】アンケートは匿名とし個人が特定できないよう配慮し
た。また参加は自由意志であり,参加しないことによる不利益を被らないことを説明し,同
意を得た。【結果】ヒヤリ・ハットを報告することに対して,「再発防止や意識向上につなが
る」が95％だった。「心理的負担につながる」が100％、「業務の負担になる」が86％だった。
年代別では5年目以下で「提出すると怒られる」が57％ ,6年目～ 11年目で「余計な仕事を
したくない」が100％ ,「遭遇しながら報告しないことがある」が80％だった。【考察】80％
以上の看護師がヒヤリ・ハットの報告が再発防止や意識向上に繋がるとポジティブな認識
を持っている反面、報告が心理的負担に繋がるという回答も看護師全員から聞かれた。そ
の理由として，余計な仕事をしたくない，時間内に報告書を書けない等の業務負担感に関
連していることが分かった。【結論】1．ヒヤリ・ハット報告が心理的負担や業務負担になる
といった回答が多く,ネガティブなイメージがヒヤリ・ハット報告の妨げとなっている。2．
心理的負担の中でも年代別で要因が異なっている。

P2-183-8
手術室での指導方法の統一化・質向上のための取り組み～思考発話法を活
用した現任教育（OJT）導入後の調査研究～
藤堂∙綾香（とうどう∙あやか）、中村∙千賀子（なかむら∙ちかこ）、栄木∙浩明（えいき∙ひろあき）、高橋∙伶奈（たかはし∙れな）

NHO 大阪医療センター看護部

【背景】当院手術室では看護師が40名在籍しており、手術経験2年目以上の看護師であれ
ば経験年数にかかわらず新人看護師の手術対応の指導を行っている現状にある。そのため、
手術経験の浅い看護師からは「自分が指導者でよいのか、指導を正しくできているのか不安
がある。」といった声も聞かれている。各診療科手術手順書は作成しているものの、指導者
側の教育指導方法に確立されたものはなく、個人の経験・方法にゆだねられていることが
多かった。今年度から思考発話という指導法を用いて、統一した教育ができるようにフォー
マットを作成し活用している。そうすることで経験年数・個人による指導の格差の軽減、
さらに手術経験年数の浅い看護師の新人看護師指導時の不安の軽減につながったかどうか
検討したく今回のテーマにした。【目的】フォーマットを使用した思考発話法を活用したこ
とで統一した指導が図れたかまた、手術経験の浅い看護師の新人看護師指導時の不安の軽
減につながったのか調査する。【方法】当院手術室看護師経験2年以上の看護師で研究の趣
旨について理解が得られ、研究参加の同意が得られているスタッフ　35名【研究方法】研究
対象者にアンケートの実施（計1回）【結果】現在研究実施中

P2-183-7
国立病院機構の薬剤師が企画・開催した薬学生向け「薬剤師のリアル」
高木∙彩菜（たかぎ∙あやな）1、深見∙和宏（ふかみ∙かずひろ）1,3、平島∙学（ひらしま∙まなぶ）2,3、薄∙雅人（うすき∙まさと）2,3、
中村∙卓巨（なかむら∙たくみ）1,3、竹内∙正紀（たけうち∙まさき）1

1NHO 静岡医療センター薬剤部、2NHO 名古屋医療センター薬剤部、 
3東海北陸国立病院薬剤師会教育研修委員会

【目的】病院への就職を希望する薬学生は減少しており、東海北陸国立病院薬剤師会も人材
の確保に難儀している。今回、国立病院機構の薬剤師、ひいては病院薬剤師に興味を持っ
てもらうことを目的とした、薬学生向けオンライン説明会（以下、説明会）を企画・開催し、
その有用性の検討を行ったので報告する。【方法】2023年2月と2024年2月にLIVE配信
した説明会に参加した薬学生計103名に対してアンケートを実施し、回答を得た73件（回
収率68.9％）を解析した。また説明会に先立ち、薬学生が聞きたい内容について事前アンケー
トを行った。【結果】事前アンケートでは、入職1年目の業務内容や休暇取得状況等の実情
や、認定取得、産休、給与、昇進や転勤についての質問が多かった。参加した薬学生のう
ち、病院への就職を希望する薬学生は87.7%（64/73名）であった。満足度に関しては全員
が｢満足｣または｢ほぼ満足｣と回答した。【考察】薬学生が現役薬剤師のリアルな声を聞く機
会は、病院実習や施設見学時等に限られている。講義内容では、｢1年目のリアル｣と題した
新人薬剤師の実情や、｢けっこういいぞ!!NHO薬剤師｣と題した異動や昇進、認定、休暇取
得等といった働き方についての人気が高かった。今回の説明会では、参加を希望した薬学
生から事前にアンケートを通じて聞きたい内容を収集し、それに基づいて演者が講演を行っ
たため、参加者全員が満足またはほぼ満足と評価しており、病院への就職に興味のない薬
学生でも満足のいく内容になったと考えられた。今後は、病院薬剤師に興味のない薬学生
にもより多く参加してもらう方策や、オンラインを活用した遠方の地域薬学生へのアプロー
チ等も検討していきたい。
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P2-184-6
病理部門におけるインシデント対策
門脇∙萌花（かどわき∙もえか）、長者∙睦揮（ちょうじゃ∙むつき）、平野∙則子（ひらの∙のりこ）、上田∙信恵（うえだ∙のぶえ）、
立山∙義朗（たちやま∙よしろう）

NHO 広島西医療センター臨床検査科

【はじめに】
新人技師として病理部門に配属され、1年が経過した。病理部門は標本作成に多くの過程が
あり、大半が手作業である。そのため、検体取り違いなどの重大なインシデント発生のリ
スクもあり、日々プレッシャーを感じながら業務を行っている。今回、実際に経験した事
例に基づいて、インシデント発生を防ぐために取り組んでいることを報告する。

【事例】
・標本作成時の切片乗せ間違い：用意していたスライドに別患者の切片を乗せてしまった。

【原因】
・ラベルを複数人分まとめて出していた。
・スライドとブロックの検体番号の確認を怠った。

【取り組み】
・ラベルを患者ごとに切り取る。
・薄切前後にスライドとブロックの検体番号を確認する。
・標本提出前に、検体番号と抗体の確認を免疫染色依頼リストにチェックをつけて行う。

【結果】
・ラベルを患者ごとに切り取ることで、別患者のスライドが混在することが無くなった。
・薄切前後にスライドとブロックの検体番号を確認することで、切片の乗せ間違いが無く
なった。
・チェックをつけることで、切片乗せ間違いや抗体間違いの有無の最終確認を行うことが
できた。

【まとめ】
病理部門は手作業の工程が多く、検体取り違いなど危険性の高いインシデント発生の可能
性がある。新人技師はインシデント発生に気を付けながら、業務習得および技術向上に取
り組む必要があるため、新人技師としてインシデント発生防止のために取り組んでいるこ
とをまとめた。また、今後の課題として、先輩技師と共に手技などをマニュアル化するこ
とで、より安全でインシデントが起こりにくい環境を作っていきたい。

P2-184-5
医療安全管理室専従看護師参加によるインシデントカンファレンスの実施
報告と今後の展望
田宮∙瑶子（たみや∙ようこ）、水田∙亜紀子（みずた∙あきこ）、岡田∙直子（おかだ∙なおこ）、土師∙菜緒子（はじ∙なおこ）、
楠本∙昌彦（くすもと∙まさひこ）

国立がん研究センター中央病院医療安全管理部医療安全管理室

【背景・目的】当院には、医療安全管理者の他に医療安全管理室専従看護師（以下、専従看護師）
が複数名配置されている。2021年度より専従看護師が主体となり、インシデント事例に対
する各看護単位の取り組みの把握、専従看護師と各看護単位との連携を目的として、各看
護単位のカンファレンスへ参加している。その実績と今後の展望について報告する。【方法】
2021年度は事例内容により必要時参加し、2022年度以降は全看護単位に拡大して定期的
に参加した。開催実績や検討内容、カンファレンスの運営方法は看護師長会議等で報告し、
他の看護単位が参考にできるようにした。【結果】2021年度の詳細な記録はないが、2022
年度以降の年間平均参加回数は10回/部署、所要時間は15 ～ 30分/回であった。カンファ
レンスでは手順逸脱の防止、アセスメント力の向上、他職種との連携、患者参画の視点に
ついて検討していることがわかった。また、効率的に話し合うための事前準備や、マニュ
アルと照合して対策の妥当性の判断をする看護単位もあった。こうした実態を看護師長会
議等で報告することで、他の看護単位の取り組みを導入する看護単位が増えていった。【考
察】専従看護師がカンファレンスに参加することで、各看護単位にとっては効率的なカン
ファレンス運営、自発的な改善活動の実施に繋がった。専従看護師にとっては、各看護単
位の取り組みを把握することで連携を強化できた。今後は、専従看護師の担当を固定する
ことで継続的なモニタリングと評価を実施するともに、院内研修を通して根本原因に目を
向けた分析を意識付け、より効果的な改善活動を主体的に取り組む文化を醸成したい。

P2-184-4
卒後1・2年目の看護師が直面するヒヤリと感じた看護業務場面の現状
後藤∙千枝（ごとう∙ちえ）、小泉∙知里（こいずみ∙ちさと）

NHO 高崎総合医療センター附属高崎看護学校

【目的】卒後1・2年目の看護師が直面するヒヤリと感じた看護場面を明らかにし、その現状
を考察することで危険予知に関する教材化につなげる【方法】対象は卒後1 ～ 2年目の新人
看護師59名より回答を得た。データ収集方法は、各病院の看護管理者宛に研究の概要と協
力者の依頼について書面で送付した。協力可能と回答があった病院に対し、協力人数分の
新人看護師へ対する質問紙を送付した。個別投函の方法をとり、回答をもって同意とした。

【結果】質問紙の回収率は53.6％であった。対象者の主な背景は、3年過程の専門学校卒業
が88.1％、大学卒10.2％などであった。所属する部署は多様であった。ヒヤリと感じた場
面があると回答した人は、93.8％であった。場面はないと回答した人は、6.8％であった。
ヒヤリと感じた場面があったと回答した内容を分析した結果、卒後1・2年目の看護師が直
面するヒヤリと感じた看護業務場面は＜薬剤の過不足＞＜薬剤の重複＞＜薬剤の取り違え
＞＜転倒の危険＞＜患者間違い＞＜指示間違い＞＜患者の急変＞などのカテゴリーが抽出
された。【考察】9割以上の新人看護師は看護業務場面でヒヤリと感じた場面に遭遇していた。
多くの場面は薬剤に関する事、転倒リスクに関する事であった。新人看護師は個人、他者
との確認行為をすることで、間違いに気づき事故に至らずにいた。ヒヤリハットの段階を
把握し分析することは、事故に至らないための対策を講じることに繋がり、更なる事故の
予防となる。この段階の場面が明らかになることは、安全を確保するための具体的な体制
の構築の一助となる。

P2-184-3
渋川医療センターにおける調剤関連のゼロレベルインシデント分析及び調
剤・鑑査システムの有用性の検討
朝比奈∙愛理（あさひな∙あいり）、鈴木∙博晃（すずき∙ひろあき）、濱中∙悠賀（はまなか∙ゆか）、横尾∙祐一（よこお∙ゆういち）、
金井∙貴充（かない∙たかみつ）

NHO 渋川医療センター薬剤部

【背景・目的】渋川医療センター薬剤部では、調剤に関連するゼロレベルインシデント（以下、
インシデント）報告を積極的に行っている。今回、インシデント報告の分析を行い、2024
年4月より導入した調剤・鑑査支援システム（以下、システム）によるインシデント発生状
況や内容の変化を分析し、システムの有用性を検討した。【方法】2023年10月から2024
年5月までに、薬剤部で報告されたインシデントについて調査を行ない、システムの使用
前後においてインシデント発生要因の比較・検討を行った。【結果】調査期間に報告された
インシデント総数は185件であった。システム導入前で多かった要因は、調剤数量間違い
で全体の60％、医薬品の取り間違いが14％、医薬品の規格間違いが10％であった。シス
テム導入後では、調剤数量間違いが59％、医薬品の取り間違いが12.5％、規格間違いが
1.8％であった。【考察】システムの導入により、医薬品のピッキングに関するインシデント
が24％から14.3％に減少したことから、システムの有用性が示唆された。一方で、調剤数
量間違いは、当システムでは防止することが困難であるため、システムの運用とは異なる
対策が必要であると考えられた。今回得られたインシデント要因の傾向、及び検討すべき
内容をもとに、調剤過誤防止対策を進めていきたいと考える。
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P2-185-2
当院における外来患者に対する経口抗菌薬の使用実態調査
神尾∙咲留未（かみお∙さとみ）1、加藤∙由佳理（かとう∙ゆかり）1、金井∙貴充（かない∙たかみつ）1、高柳∙彰子（たかやなぎ∙あきこ）2、
篠原∙友理（しのはら∙ゆり）3、村田∙圭祐（むらた∙けいすけ）4、井上∙文孝（いのうえ∙ふみたか）5、斉藤∙明生（さいとう∙あきお）6

1NHO 渋川医療センター薬剤部、2NHO 渋川医療センター臨床検査科、 
3NHO 渋川医療センター看護部、4NHO 渋川医療センター呼吸器内科、 
5NHO 渋川医療センター小児科、6NHO 渋川医療センター血液内科

【目的】世界的な薬剤耐性菌増加問題に対し日本では2016年に薬剤耐性（AMR）対策アク
ションプランが策定され、経口抗菌薬のうちセファロスポリン系（CP）、フルオロキノロ
ン系（FQ）、マクロライド系（ML）の使用量に関して削減目標値が設定された。また、日
本で使用されている抗菌薬の約90％は外来診療での処方と言われており、自施設での処
方状況を踏まえた上で適正使用支援を行っていくことがAMR対策として重要である。今
回、外来患者に対する経口抗菌薬の使用実態について調査したため報告する。【方法】当院
において2017年4月から2024年3月に外来患者に処方された経口抗菌薬使用量（DOD：
DDDs/1,000 outpatients/day）、処方件数の推移について後方視的に調査した。また、
2023年4月から2024年3月に外来患者に処方されたFQ、MLの使用理由について調査し
た。【結果】2017年度から2023年度までを比較し、全経口抗菌薬DOD：1.67→2.3、処
方件数：5433→6942であり年々増加傾向であった。FQはDOD：0.25→0.32、処方
件数：1116→991であったが、年度によって使用量にばらつきがあった。MLはDOD：
0.84→1.13、処方件数：940→1181と年々増加傾向であった。第3世代CPは2023年
3月に採用削除しており、DOD：0.08→0、処方件数：854→0であった。FQとMLは呼
吸器感染症での使用頻度が最も高く、中には不適切と思われる処方も見受けられた。【考察】
当院では血液疾患や非結核性抗酸菌症等の呼吸器疾患を多く診療しており、患者数の増加
も抗菌薬使用量に影響を与えていると考えられる。今回の調査で抗菌薬処方が不適切と思
われるケースも散見されたため、適正使用に向けて今後さらなる介入を行っていく必要が
ある。

P2-185-1
感染制御を目的とした薬剤部内の細菌学的環境調査
正木∙匠（まさき∙たくみ）1、小川∙千晶（おがわ∙ちあき）1、小林∙昌弘（こばやし∙まさひろ）2、前田∙直則（まえだ∙なおのり）3、
吉田∙園望（よしだ∙そのみ）1、高垣∙花音（たかがき∙かのん）1、茂野∙絢子（しげの∙あやこ）1、上田∙真也（うえだ∙しんや）1、
新保∙一（しんぼ∙はじめ）1、益田∙泰蔵（ますだ∙たいぞう）2、軍司∙剛宏（ぐんじ∙たかひろ）1

1NHO 東京医療センター薬剤部、2NHO 東京医療センター臨床検査科、 
3NHO 東京医療センター小児科

【目的】
病院内は各医療分野の専門家が管理，従事している環境であり，院内環境を由来とした感
染症は可能な限り予防する必要がある．細菌学的環境調査（調査）は環境における病原体の
分布を直接証明する唯一の方法となる．これまで，病棟での調査報告は多数あるが，薬剤
部内の調査報告は極めて少なくその詳細は不明である．そこで今回，当院薬剤部内において，
特定環境表面での菌種，菌量を把握し衛生的な環境保全維持のため，調査を実施した．

【方法】
2023年9月より，毎月1回，薬剤部内の特定環境表面の検体採取を実施した．採取法はワ
イプ法，スタンプ法のいずれかで行い，菌の同定はコロニーの性状とグラム染色による所
見で決定した．また，菌量は培地表面上のコロニー占有率を5段階（未検出/＋/1＋/2＋
/3＋）で判定しそれぞれを分類した．

【結果】
分離菌種としてはコアグラーゼ陰性ブドウ球菌（CNS）をはじめグラム陽性桿菌（主に
Bacillus属）等が検出された．検出菌数のうちCNSは51％と最も多い結果であった．また，
床よりMSSAが検出された．菌量は1+が最も高く次いで+であった．2+/3+は検出されず，
菌検出率は59%であった．

【考察】
調査結果より，当初の我々の想定より菌量の検出は低い結果であった．これは部内におけ
る日々の清掃と手指衛生の適切な実施によるものと考える．前者は定時に薬剤助手が，後
者は感染症担当者のモニタリングによる効果がその要因の一つと考える．しかし，常在菌
として存在し得るが、MSSAが床より検出されていることから，アルコール手指消毒に加え，
床への落下物においても出来る限り消毒し病棟に払い出しすることが病原菌伝播リスク減
少に繋がるものと考える．

P2-184-8
当院の現状に即した虐待防止研修の内容検討―アンケート調査を実施して―
矢野∙良恵（やの∙よしえ）

NHO 沖縄病院療育指導室

【はじめに】当院の現状や職員の要望に即した内容で虐待防止研修を実施するため平成30年
度と令和5年度にアンケート調査を実施し内容を検討したので報告する。【目的】・虐待防止
や身体拘束適正化についての当院職員の意識を知る・5年間で職員の意識にどのような変化
があったかを知る・当院の現状に即した内容での研修を計画・実施し、職員の虐待防止へ
の意識を高める【方法】・平成30年度と同じ用紙を利用し全職員を対象にアンケート調査を
実施する・アンケート結果を集計し、現状を把握・分析する・アンケート結果をもとに研
修内容を企画・実施し、研修受講者に受講後アンケートを実施する【結果・考察】全職員対象
アンケートでは87.9％の職員から回答を得ることができ、虐待防止についての基礎知識や
意識などについて当院の現状を把握することができた。結果を分析し「自身の振り返り」「身
体拘束適正化への意識強化」を令和5年度の研修のテーマとした。アンケート結果をもとに、
当院の現状に即した研修内容を検討し研修を実施した。集合研修は39.1％の受講率であっ
た。受講者の98.6％にあたる150名から受講後アンケートの回答を得た。アンケート内容
に基づく内容でよかった、事例を挙げていたのでわかりやすかった、といった意見が複数
あった。具体的な事例を紹介することで自身の振り返りにつながったという意見も複数あっ
た。【まとめ】アンケート調査を取り入れることで虐待防止や身体拘束適正化についての当
院職員の意識を知ることができた。アンケート結果をもとに当院の現状に即した内容の研
修を企画することで、受講者の理解度や満足、自身の振り返りにつなげることができた。

P2-184-7
医療安全推進部による虐待防止への取り組み　第四報　―継続的な倫理カ
ンファレンスとラウンドを実施して―
横辻∙英也（よこつじ∙ひでや）1、榎∙智子（えのき∙ともこ）1、小田原∙智永子（おだわら∙ちえこ）1、
宮武∙弘一郎（みやたけ∙こういちろう）1、山本∙華子（やまもと∙はなこ）1、山田∙成功（やまだ∙なるお）1、
中山∙雅子（なかやま∙まさこ）1、土居∙充（どい∙みつる）1、田中∙舞（たなか∙まい）2、鈴木∙彰孝（すずき∙あきたか）3

1NHO 鳥取医療センター統括診療部療育指導科療育指導室、2NHO 松江医療センター看護部、 
3NHO 天竜病院リハビリテーション科

【はじめに】当院の「虐待防止意識調査」の結果、50％の職員が「職員の患者の対応に問題が
ある」と感じていることが明らかになり、部署毎の倫理カンファレンスを定期的に実施した。
令和4年度は39％と減少したが、引き続き職員の虐待防止への意識の向上が必要と考える。
そして、各部署の倫理的課題に対する実践的な取り組みと、ラウンドを行った結果をまと
めた。そこで、課題として明らかになった虐待防止につながる取り組みの経過を報告する。

【目的】部署毎の倫理的課題の現状把握と、解決に向けての具体的な取り組み内容を考察す
る。

【方法】2023年6月～ 2024年2月に部署毎で実施した倫理カンファレンスの内容を「障害
者福祉施設従事者等による障害者虐待類型」を用い分類比較し、2023年6月～ 2024年2
月に実施したラウンドの結果も踏まえ職員の意識変化や改善への取り組み状況について検
討する。

【倫理的配慮】当院の倫理審査委員会の承認を得た。
【結果】倫理カンファレンスでは「言葉遣いについて」「患者対応について」など136件の問
題解決に向けた取り組みが行われた。解決が52件と前年度と比較して増加した。ラウンド
では、「丁寧な言葉遣い」「拘束解除に向けての取り組み」等、虐待防止への意識増加が見ら
れた。また「患者周辺の環境調整」についての意見も見られた。

【考察】今年度の「虐待防止意識調査」の中で、「職員の対応に問題がある」と感じている具体
的な事例を挙げてもらったことにより、倫理カンファレンスでの取り組み、解決件数が増
加したと考える。今後も継続的に行うことで問題解決に向けて具体的に取り組み、倫理及
び虐待防止への意識の向上に繋げていく。
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P2-185-6
感染対策向上加算における地域連携から見えたもの
川部∙真稚子（かわべ∙まちこ）、平野∙智子（ひらの∙ともこ）、井上∙範子（いのうえ∙のりこ）

NHO 熊本南病院院内感染防止対策室

【はじめに】
2022年に平時より新興感染症の発生を想定し保健所・医師会と連携しながら地域の医療機
関が一体となって取り組む体制へと診療報酬改定が行われた。当院も付随し、入院医療機
関のみならず外来医療機関を含め、新たな連携体制を図ることとなった。地域の中心的な
役割を担い活動を通した2年間を振り返る。

【期間方法】
2022年4月～ 2023年3月
感染対策における合同カンファレンス等の活動を振り返る

【倫理的配慮】
本研究は病院内の倫理審査委員会の承認を得た。
個人情報に配慮し、個人は特定されないようにする。

【結果・考察】
新たな連携体制での合同カンファレンスの運用を行った。特に外来医療機関では、時間の
関係上医師の参加が難しく看護師が参加している施設も多かった。また、当院と連携して
いない施設は報告書の提出もないため、抗菌薬の使用量について経験値での報告となって
おり、施設間で認識の格差があった。2023年度よりミニレクチャー等で新たな知見を提供
したことや、連携の有無に関わらず報告書の提出を必須としたことで自施設のデータを可
視化でき抗菌薬の使用量減少に繋がった施設もあった。年1回のシミュレーションでは、入
院・外来医療機関合同で情報共有を図ったことは、ヒューマンネットワークを構築しシー
ムレスな医療に繋げることができたと考える。今後は、感染対策連携共通プラットフォー
ムを活用し施設間の比較・評価を行い、各医療機関の感染対策の平準化を目指す。

【結論】
1.各医療機関とヒューマンネットワークを構築し、連携を図ったことは、シームレスな医
療に繋がった。
2.抗菌薬の使用状況を報告書としてまとめることで可視化でき、処方量低減に繋がった。

P2-185-5
抗菌薬の適正使用、推進中！
新田∙亮（にった∙りょう）、吉田∙三矢（よしだ∙みや）、藤原∙佐美（ふじはら∙さみ）、峰岸∙三恵（みねぎし∙みえ）、
大森∙弘基（おおもり∙ひろき）、山本∙よしこ（やまもと∙よしこ）、中西∙文彦（なかにし∙ふみひこ）

NHO 大阪南医療センター薬剤部

【目的】抗菌薬適正使用支援チーム（以下、AST）は、血液培養陽性や広域抗菌薬の使用患者
に薬剤が適正に使用されるよう日々支援している。チームの活動には、使用量や薬剤耐性
菌の低減、薬剤費の削減が期待されており、今回、我々の活動における効果を評価するた
めに調査を行った。【方法】2017年から2022年の6年間を調査期間とし、抗菌薬の使用
量・耐性菌の発現・購入費用の3項目を評価した。使用状況はスペクトルも加味したDays 
of Antimicrobial Coverage（DASC※）を診療支援システムより算出した。耐性菌の発現
率は、厚生労働省院内感染対策サーベイランスのデータより当院の検出状況を、購入費用
は2017年と2022年の全身性抗菌薬の購入金額を算出しそれぞれ調査した。【結果】2017
年と2022年を比較して、DASCは224,865から188,232と使用量の減少を認めた。薬剤
耐性菌、緑膿菌のメロペネム耐性率が13.0%から3.8％と大きく低下した。購入費用は約
5,500万円から3,200万円、内カルバペネム系は約480万円の削減がみられた。【考察】本
調査における抗菌薬の使用量の大幅な減少と年間2,000万円の購入費削減は、AST活動に
よる薬剤選択と使用期間の適正化が推進できた結果と考える。また、細菌検査に応じた狭
域化の推進は、メロペネムの使用を抑制、緑膿菌の耐性率改善に繋がり、治療の有効性の
担保にも寄与できたことが示唆される。【結語】我々の活動は、患者・病院の双方に対し利
益を生み出しており、今後も継続して取り組んでいきたい。※DASC＝各抗菌薬のスペク
トルに基づく係数×使用日数

P2-185-4
抗菌薬適正使用体制加算をふまえた外来抗菌薬使用状況の現状把握
中西∙剛志（なかにし∙たけし）1、末吉∙愛美（すえよし∙まなみ）2、金内∙弘志（かなうち∙ひろし）3、原田∙美羽（はらだ∙みう）3、
松尾∙彩子（まつお∙あやこ）4、佐野∙ありさ（さの∙ありさ）4、黒川∙綾子（くろかわ∙あやこ）1、中牟田∙翔吾（なかむた∙しょうご）1、
古川∙和弘（ふるかわ∙かずひろ）1、川俣∙洋生（かわまた∙ようせい）1

1NHO 宮崎東病院薬剤科、2NHO 宮崎東病院看護部、3NHO 宮崎東病院臨床検査科、 
4NHO 宮崎東病院呼吸器内科

【背景】2024年診療報酬改定で抗菌薬適正使用体制加算が新設され、その算定要件の一
つとして直近6カ月に外来で使用した抗菌薬のうち、AWaRe分類中で耐性化懸念が少な
いAccessの使用比率60%以上とある。しかし、呼吸器疾患の中には耐性化懸念のある
Watchが標準治療となっているものもある。

【目的】当院の外来抗菌薬使用状況について、疾患を考慮し検討する。
【方法】2023年10月1日から2024年3月31日の外来抗菌薬処方症例につき、診療科・対
象疾患・AWaRe分類の比率等を後方視的に検討した。

【結果】使用件数は1709件で、そのうち呼吸器内科は1431件（84％）であった。疾患
別では肺非結核性抗酸菌症（NTM）693件（40.6%）、ニューモシスチス肺炎予防316件

（18.5%）、びまん性汎細気管支炎（DPB）・気管支拡張症（BE）310件（18.1%）、結核33件
（1.9%）、その他感染症357件（20.9%）であった。当院のAccess使用比率は5.0%だが、
NTM、DPB・BE、結核を除外しても59.1%であり算定要件を下回った。

【考察】NTMや結核ではWatchに分類されるマクロライドやリファンピシンが標準治療で
あり、DPBやBEに対するマクロライド少量長期投与療法は予後改善効果から推奨されて
いる。また長期に投与するため必然的に使用数量は多くなる。ただ、これら疾患群を対象
から除外した結果でも、Access使用比率の算定要件を若干下回っていることは、さらなる
取り組みの余地を示唆するものである。抗菌薬適正使用体制加算の新設は抗菌薬適正使用
の啓蒙に良い契機だが、Watchを標準治療とする呼吸器疾患の多い病院では達成出来ない
ケースも多いと考えられる。

P2-185-3
外来経口抗菌薬の使用動向の調査
山階∙規子（やましな∙きこ）、塚原∙優太（つかはら∙ゆうた）、保井∙健太（やすい∙けんた）、稲田∙顕慶（いなだ∙あきよし）、
丸山∙直岳（まるやま∙なおたけ）、小田∙亮介（おだ∙りょうすけ）、福田∙利明（ふくだ∙としあき）

NHO 京都医療センター薬剤部

【目的】2016年に公表された薬剤耐性対策アクションプランの中で、医療機関には抗菌薬
の使用動向の把握と適正使用の推進が求められた。以降、当院では外来抗菌薬の処方件数
は把握していたが、より詳細に処方状況を把握するために系統ごとの処方数量を調査した。

【方法】2017年から2022年までの6年間における経口抗菌薬の使用量の推移について後方
視的に調査を実施した。DDD（Defined Daily Dose）および対象期間の各年度あたりの外
来患者数のデータと併せ、年度別の外来患者千人あたりの抗菌薬使用量（DDDs/1000人）

（以下、AUD）を算出した。その結果を各系統別に集計し、傾向を調査した。【結果】外来経
口抗菌薬全体でのAUDは、2017年から2022年の6年間にかけては減少傾向であった。
その期間内において、2020年から2021年にかけては増加傾向を認めた。また各系統別の
AUDは、2020年においては、全ての系統の抗菌薬において増加していたが、2021年に
おいては、第一世代セファロスポリン系のみ増加していた。その後、第一世代セファロス
ポリン系を除く系統の抗菌薬においては減少傾向を示した。【考察・展望】第一世代セファロ
スポリン系が増加し、第三世代セファロスポリン系は減少傾向を認めており、第三世代セ
ファロスポリン系の当院採用の削除とセファゾリンの出荷調整が影響していると考えられ
る。また2020年から2021年にかけて、ペニシリン系と第一世代セファロスポリン系、マ
クロライド系は上昇を認めた要因は不明だが、新型コロナウイルスの流行が影響している
ことが危惧されるため、今後は診療科ごとの処方の傾向を調査したい。
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P2-186-2
自動散薬分包ロボットの導入とその後の経緯について
井後∙星哉（いご∙せいや）、別府∙博仁（べっぷ∙ひろひと）

NHO 奈良医療センター薬剤部

医師の勤務時間外労働に対して2024年から上限規制が課される等の背景から、医師の業務
のタスクシフト・シェアが求められている。当院は、療養型施設で散薬調剤は調剤業務量
の中でも大きな割合を占めているが、タスクシフト・シェアを進める観点から機械化を積
極的に導入しており、散薬調剤に自動散薬分包ロボットを導入することは薬剤師の業務負
担軽減に大きく寄与するのみでなく、医療安全の面からの貢献も期待できる。今回、自動
散薬分包ロボット導入について当院の状況について報告する。【当院の運用状況】全自動散
薬分包機Di-32（株式会社トーショー）を導入した。Di-32は、薬品カセットを32個搭載で
きるが、使用頻度の高い54個（当院の採用品目61個）のカセットを作成し、必要カセット
の随時入れ替えを行う等可能な限りDi-32による散薬の秤量を行うことにした。また、通
常仕様では、紙の秤量記録と分包後の散薬を突合して監査を行っていたが、監査包への設
定変更を行うことで薬品と秤量記録の突合も不要となり効率化された。また、メーカの想
定以上の業務量であったためサーバーの容量アップ等、スムーズに業務ができる環境を整
えた。【導入効果と今後の展望】今回、Di-32導入と同じタイミングで薬剤師1名が退職した
ため、業務拡大等に結び付けることができなかったが、人員が減少した期間中も中央業務
を滞りなく円滑に進めることができ、Di-32導入効果は大きかったと考える。今後は、人員
補充に伴いタスクシフト・シェア、対人業務の充実を図っていきたいと考える。

P2-186-1
病棟看護業務におけるドラッグアシストナース（DANs）導入効果
重野∙かおる（しげの∙かおる）1、椛田∙優子（がばだ∙ゆうこ）2、安井∙正英（やすい∙まさひで）1

1NHO 七尾病院看護部、2NHO 医王病院看護部

【目的】病棟看護師業務負担軽減のため、DANsを導入し、その有効性を検証した。【方法】
DANs業務は、組織横断的に全病棟の定期薬セットや病棟外メッセンジャー（内服・注射薬
を受領、臨時検体提出等）、患者ケアには介入しないと定めた。検討1、病棟における定期
薬セットの時間・必要要員及び業務は専任か兼任等関するアンケートをDANs導入前後で
実施した。検討2、DANsに対して、導入後の業務に係る時間や内容、思いに関してアンケー
トを実施した。検討3、インシデント報告数を導入前後で比較した。【結果】1.病棟看護師は、
DANs導入前に4病棟中3個病棟で薬剤業務専任者がおり、人数は導入後、3 ～ 4名から1
名へ減少した。「患者・家族へ余裕をもって係わることができる様になった」と意見もあった。
2.定期薬セットは、1時間以上短くなった。「インシデントを防ぐために、処方時や与薬車セッ
ト後、残薬数を確認し、サインも入れてしっかり行い気を付けている」と意見があった。3.イ
ンシデント件数は、導入前、処方・与薬に関し263件から225件と減少したが、セットミ
スは52件と同数だった。【考察】病棟看護師は、DANsの導入により、薬剤業務の負担が減
少し、病棟看護師が病棟外へ行くことが減ったことで、他の看護業務に人数を増やせ看護
ケアの充実に繋がったと考える。DANs導入により、インシデント件数の減少効果が見ら
れた。しかし、セットミスに変化がなく、配薬車セットにはDANsと病棟看護師双方が関
与しているためと考えられた。セットミスの原因をさらに詳細に分析することで、DANs
の効果をより明確にできると考える。【結論】DANs導入は、病棟看護師業務の軽減に有効
である。

P2-185-8
精神科領域における感染対策上の地域連携を考える～他施設感染対策研修
を行い再認識した感染管理認定看護師の地域活動の重要性～
田尻∙理恵子（たじり∙りえこ）、井上∙陽子（いのうえ∙ようこ）

NHO 東尾張病院感染対策室

精 神 科 領 域 の 感 染 対 策 は、2019年 に 発 生 し た 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症（ 以 下、
COVID-19）により、その必要性が表面化し認知されるようになった。COVID-19クラス
ター発生の派遣事業で訪問した精神科病院で、「感染対策について相談する場所がない」と
いう声が多数聞かれた。このことから、精神科病院の感染対策の向上が課題と考え、近隣
の精神科病院に対し感染対策研修を実施した。研修の依頼があった病院からは、「感染対策
を理由としての隔離ができず、クラスター発生時の対応に苦慮している」、「精神科の特殊
性の中で対策を考えているが、アウトブレイクし限界を感じている」との意見があった。一
般の病院とは異なる精神科の感染対策に困難感があり、具体的な感染対策が見出せなかっ
たり、現在実践している対策に不安がある等、精神科病院の感染対策に関する具体的な課
題が見えた。研修は、講義や演習、実地指導等、各施設の要望を丁寧に聞きとり、内容を
吟味して実践した。また自施設での事例や対応方法を紹介し、実践している取組みは否定
せず、工夫すると良い方法を具体的に提案した。他施設で感染対策研修を行った結果、さ
まざまな病院が精神科の特殊性をふまえた感染対策を行う上で、共通する困難感があった。
しかし施設間の交流が少なく対策が共有されていなかった。そこで、実践可能な感染対策
の提案・指導・相談を行い、施設間の連携に繋げることが、精神科病院の感染管理認定看
護師の役割であり、地域にむけた感染管理活動であることを再認識した。今回、この経験
を振り返り示唆された精神科領域における感染対策の地域連携の重要性と、今後の課題に
ついて報告する。

P2-185-7
感染対策向上加算にかかる地域連携の取り組みと課題～診療報酬改定に伴
う2年間の活動を振り返って～
上成∙敏爾（うえなり∙としじ）

NHO 岩国医療センター感染対策室

【背景・目的】2022年度の診療報酬改定では感染対策加算の内容が変更となり、地域との連
携体制が強化された。これを新たなチャンスと考え、地域との連携体制構築に取り組んだ。
しかし、前例がなく、どのように取り組むべきかわからないことも多くあった。今回、当
地域での2年間の取り組みを振り返ることで、課題を明らかにし今後の活動に生かしたい。

【活動内容】当院は、感染対策加算2の1施設と連携し、4回/年カンファレンスを実施して
いた。今回の診療報酬改定で、感染対策向上加算3が2施設、外来感染対策向上加算（以下、
外来加算）が25施設新たに加わり、合計30施設でカンファレンスを実施した。外来加算施
設が多かったため、地域の医師会事務局に窓口になってもらい、会場とWEBのハイブリッ
ド開催で延べ5回/年カンファレンスを開催した。また連携強化加算を算定した施設からは、
定期的に感染症や抗菌薬のデータを提出してもらった。これらのデータを集計し、カンファ
レンスでフィードバックした。【結果】地域の施設とつながりは構築できたが、カンファレ
ンス内で意見や質問が出ることが少なく、一方的な情報提供のみとなることが多かった。
事前にテーマを提示し、また担当を分担するといった工夫を取り入れ、参加者の発言を促
していく。また感染症や抗菌薬のデータについては、施設により規模や機能が異なるため、
集計や分析が難しかった。感染対策向上加算1施設として、J-SIPHEを導入し、効率的、効
果的なデータ作成ができるよう取り組んでいく。
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P2-186-6
簡易懸濁法の推進による調剤業務の時間短縮と効果
大友∙大輔（おおとも∙だいすけ）、小嶋∙一央（こじま∙かずお）、小澤∙真吾（こざわ∙しんご）、滝本∙聡子（たきもと∙さとこ）、
金澤∙郁夫（かなざわ∙いくお）

NHO あきた病院薬剤科

【目的】当院は重度心身障害児（者）病棟が 4 病棟、筋ジストロフィーをはじめとする神経難 
病病棟が 4 病棟からなる計 334 床の施設である。薬は胃ろうや NG チューブから投与す
る 患者が多く、それに伴う粉砕調剤が多いのが現状である。処方箋 1 枚あたりの処方件数
も 多く、業務時間の大部分を定期処方薬の調剤が占めている。そこで、簡易懸濁法の推進
が調 剤業務時間の短縮に効果的であると考えた。実践結果から散剤の調剤業務時間、並び
に調剤 業務以外の業務時間への影響について検討した。【方法】簡易懸濁法を推進するため
に院内全体に DI ニュースを発出し、改めて院内全体に 簡易懸濁法について周知を図った。
病棟看護師と連携し、簡易懸濁法での投与が可能な患者 を決定した。また、必要に応じて
病棟での簡易懸濁法のデモンストレーションを行った。散剤の調剤業務時間については、
各病棟の処方調剤に要した時間を集計し、簡易懸濁法推進 前後の調剤時間の変化を評価し
た。薬剤師と病棟看護師にアンケートを行い、簡易懸濁法推 進による個々の負担の増減に
ついて業務の効率化の観点から評価した。また調剤以外の業務時間の変化についてはアン
ケートを行い、各月の服薬指導業務の時間 とその他の各業務時間を算出することで評価し
た。【結果・ 考察】散剤の調剤において薬剤科内で錠剤を粉砕する件数は減少した。それに
伴い、 散剤の調剤業務に要する時間も減少傾向にある。また各月ごとの服薬指導件数は、簡
易懸濁 法推進以降は増加傾向にある。これらの結果から、簡易懸濁法の推進は調剤業務の
時間短縮 に効果的であると考えられる。

P2-186-5
快適で働きやすい職場環境をめざして　～通年での職員の軽装勤務の実施～
宮田∙英治（みやた∙えいじ）、丸尾∙彰平（まるお∙しょうへい）、大野∙翼（おおの∙つばさ）、相馬∙正樹（そうま∙まさき）、
細田∙和宏（ほそだ∙かずひろ）

NHO 東京病院管理課

東京病院では、これまで国が提唱するクールビズとの連動または夏季における電力需要対
策を目的に、院内における服装の軽装化の励行として、ノーネクタイ・ノージャケットな
どの軽装での勤務を励行していました。一方国においては、令和3年度からこれまでのよう
に政府一律の実施期間の設定は行わず、個々の事情に応じて一人ひとりが快適で働きやす
い服装で業務を行うことなどを呼びかけております。
快適で働きやすいと感じる環境は職員一人ひとり異なることや、社会情勢の変化（服装の自
由化・多様化、SDGs・脱炭素化の推進など）を踏まえ、働き方改革の一環として通年軽装
での勤務を実施し、業務の効率化やストレス軽減を図り、これからも医療サービスの向上
につなげて取り組んでいきます。

【実施内容】
軽装（ノーネクタイ、ノージャケット並びにスニーカー）で勤務することを通年で実施して
います。
ただし、次の点に留意して取り組んでいます。
1．来院される患者さんや職場の同僚に不快感を与えるような服装はしないこと。
2．清潔感のある、その職場に応じた適切な身だしなみとすること。
3．外部主催の会議等、時・場所・場合をわきまえた服装とすること。なお、ネクタイ等の
着用を一律に禁じないものとする。

【実施開始日】令和5年4月18日

P2-186-4
プログラミング言語がわからなくても可能な生成AIを利用したマクロの作
成について
杉山∙典央（すぎやま∙のりお）

NHO 新潟病院事務部企画課医事

【目的】近年、生成AI技術の進歩により、プログラミング知識が乏しいユーザーでも高度な
自動化ツールを作成することが可能となっている。本発表の目的は、プログラミング言語
が理解できないユーザーが生成AIを活用してExcelマクロ（VBA）を作成した成功体験を共
有し、実務への応用可能性を明らかにすることを目的とする。【方法】まず、具体的な業務
プロセスを自動化するための要件を設定し、それを自然言語でChatGPTに入力する。次に、
ChatGPTから返答されたVBAコードをExcelに実装し、その動作を確認・修正する。この
過程を複数回繰り返し、様々なマクロを作成して業務に導入できるか検討した。【成績】業
務の結果、ChatGPTを用いたExcelマクロの生成はプログラミング経験がなくても短時間
で動作するマクロを作成できることが判明した。中には修正が必要なケースもあり、生成
されたコードを入れるだけでは使用できないこともあった。しかし、業務に導入したマク
ロは業務プロセスの自動化に成功した。これにより業務効率が向上し、手作業によるミス
も減少した。【結論】プログラミング知識がなくても生成AIを活用することで、効率的に高
品質なExcelマクロを作成できることが実証された。ChatGPTのような生成AIは、ユーザー
の要件を入力するだけで自動化ツールを生成できるため、プログラミングの敷居を大幅に
低くすることが可能である。ただし、使う側の力量もある程度は必要となることが判明した。
この事例を参考にExcelの操作は得意でもマクロは作成できないという方に、次の段階に踏
み出してもらう材料になれば幸いである。

P2-186-3
年末調整システムの導入及び実施について
林∙海成（はやし∙かいせい）、曽我部∙友美（そがべ∙ともみ）、浜田∙裕也（はまだ∙ゆうや）、河本∙泰宏（かわもと∙やすひろ）、
頼本∙真一（よりもと∙しんいち）

NHO 南岡山医療センター管理課

（背景）
令和4年度までの年末調整業務は、国税庁が発行している紙媒体の扶養控除申告書等を全職
員に配布した後、年末調整業務担当者が、12月賞与支給に税額を反映する直前まで保険料
や住宅借入金の控除計算を確認あるいは計算を行っている状況であった。
通常の業務も相まって、超過勤務の増加や、文字の読み間違いによる金額誤り等の問題が
あった。
また以前より、提出対象職員から年末調整のやり方がよくわからないという意見も挙がっ
ていた。
その諸問題を解決するため、令和5年度より年末調整システムを導入した（以下システムと
いう）。システム導入後の改善点や今後の業務の効率化について考察を行った。

（方法）
システム導入前後で、担当者の業務の取り組み方がどのように変化したかをまとめた。また、
システムを利用した職員に対しアンケート調査を実施し、システムの意見や評価を集めた。

（結果）
システムを導入したことで、今までは手書きで計算して算出していた各種控除額が自動的
に計算されることにより金額誤りが減少したことや、申請書等のペーパーレス化により管
理がしやすくなったなど導入前より全体的な作業時間を短縮することができた。
またシステムを利用した職員からは、便利になったという評価が多数であった。

（考察）
システム導入においては担当者側の準備や職員への説明を行い、各職員にシステムの操作
手順をより理解してもらうなど、担当者と職員がお互い協力しあうことで、スムーズな導
入ができ業務の効率化や金額等の誤り防止につながるのではないかと考える。
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P2-187-2
大酒家のアルコール離脱、インフルエンザ罹患後に逆行性健忘、けいれん
をきたし、辺縁系脳炎と考えられた1例
藤井∙友希（ふじい∙ゆうき）1、鳥居∙剛（とりい∙つよし）2、伊藤∙紗希（いとう∙さき）2、黒田∙龍（くろだ∙りょう）2、
檜垣∙雅裕（ひがき∙まさひろ）2、牧野∙恭子（まきの∙たかこ）2、渡辺∙千種（わたなべ∙ちぐさ）2

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター脳神経内科

【症例】60歳, 男性【主訴】発熱、数か月前からの記憶がない【現病歴】毎日ウイスキー 1.5
本飲んでいた。X日に自分で購入した酒を「誰が買ってきたのか」等と言ったりしていた。
X+1日に悪寒あり、A型インフルエンザが判明しNSAID内服した。X+5日頃から体調不良
により断酒となった。X+12日幻覚、異常行動が出現し、近医受診後に当科に紹介され、逆
行性健忘、MRI異常信号を認めたため入院した。【入院時所見】JCS 1。体温37.8℃。半年
前からの記憶がない、携帯が使えないなどという。一般身体所見、神経学的所見に特記事項
無し。血圧137/91mmHg, 脈拍94回/分, 呼吸数18/分, SpO2 98％ , 体温37.8℃。血
液検査: RBC 294万/μl, MCV109.9fl, 血糖165mg/dl, AST 163U/L, LDH 322U/L, γ
GTP 676U/L。ビタミンB1 29ng/ml。髄液検査：細胞1/μl, 蛋白58.2mg/dl, 糖92mg/
dl, IgG index 0.576。抗NMDAR抗体、抗LGI-1抗体 陰性。脳波：右側頭・前頭にspike
あり。頭部MRI：両側海馬にFLAIR, DWI高信号域を認めた。造影効果なし。脳血流シンチ：
右前頭葉から側頭葉の前部、右島の血流増加を認めた。【入院後経過】入院直後に強直間代
痙攣が出現、ジアゼパム静注で頓挫した。ビタミンB1、ラピアクタ、アシクロビル投与、
またIVMPを2クール施行した。X+14日にはせん妄が消失、X+21日のMRIでの高信号域
は縮小した。逆行性健忘も改善したためステロイドを漸減し約2か月後に自宅退院。【考察】
本例はインフルエンザ脳炎、アルコール離脱症候群、急性症候性発作を考えていた。MRI
所見より辺縁系脳炎の可能性が高いと判断した。NSAID内服やアルコール歴と断酒が病態
を複雑化させたが、適切な対処で良好な転帰を得た。

P2-187-1
髄液中の細胞増加を認め感染性脳炎との鑑別に苦慮したビッカースタッフ
型脳幹脳炎の一例
真島∙慧太（まじま∙けいた）1、上床∙恵（うわとこ∙めぐみ）2、長沼∙亮滋（ながぬま∙りょうじ）2、網野∙格（あみの∙いたる）2、
宮崎∙雄生（みやざき∙ゆうせい）2、秋本∙幸子（あきもと∙さちこ）2、新野∙正明（にいの∙まさあき）2、南∙尚哉（みなみ∙なおや）2

1NHO 北海道医療センター臨床教育研修部、2NHO 北海道医療センター脳神経内科

＜症例提示＞
症例は40歳女性。X-2日に両下肢の脱力、構音障害、複視を発症したが頭部MRIで異常所
見を認めなかった。X-1日に下肢の脱力が増悪し、上肢脱力、意識障害が出現した。X日に
再び頭部MRIを撮像したところ異常所見を認めなかったが、意識障害が改善しないため当
院搬送となった。
来院時の神経学的陽性所見として意識障害（JCS 10）、眼球運動障害、構音障害、四肢筋力
低下、四肢腱反射減弱を認めた。髄液検査を行ったところ髄液細胞数は24.3 mm3と増加
を認め、感染性脳炎を疑ったが脳脊髄液多項目PCRパネルは陰性であった。自己免疫性脳
炎を疑い、ステロイドパルス療法と免疫グロブリン療法を開始したところ、意識清明とな
り構音障害も改善を認めた。それに伴い、四肢の運動失調が明らかとなった。X+11日に血
中IgG型GQ1b抗体が陽性であることが判明し、ビッカースタッフ型脳幹脳炎の診断となっ
た。入院日から4週間ほどで両側の眼球運動と四肢運動失調が改善傾向を示した。
＜考察＞
ビッカースタッフ型脳幹脳炎は血中IgG型GQ1b抗体により両側外眼筋麻痺・運動失調・
意識水準の低下の三徴候が急性一過性に現れる疾患であり、脳幹脳炎の約43%を占めると
される。その検査所見や経過、治療は不明な部分が多いものの、多くは頭部MRIでは異常
所見を呈さず、髄液中の細胞数も増加しない。本症例では急性に症状が進行し、髄液中の
細胞数も増加したことから最初は感染性脳炎を疑ったものの、後に感染の可能性が低くな
り自己抗体が陽性となったことでビッカースタッフ型脳幹脳炎の診断に至った。
＜結語＞
髄液細胞数の増加したビッカースタッフ型脳幹脳炎の一例を経験した。

P2-186-8
外来化学療法におけるPBPM導入による業務効率化への効果と今後の展望
に関する調査
千田∙祥子（ちだ∙しょうこ）1、藤田∙強記（ふじた∙つよき）1、久松∙大祐（ひさまつ∙だいすけ）1,2、原∙茉梨絵（はら∙まりえ）1、
石橋∙由佳（いしばし∙ゆか）1,2、豊留∙真理子（とよどめ∙まりこ）1、山口∙絢子（やまぐち∙あやこ）1、筒井∙佑紀（つつい∙ゆき）3、
清水∙裕彰（しみず∙ひろあき）1

1NHO 九州がんセンター薬剤部、2NHO 九州がんセンター治験・臨床試験推進室、 
3NHO 九州医療センター薬剤部

【背景･目的】医師・薬剤師等が事前に作成・合意したプロトコルに基づき、薬剤師が薬学的
知識・技能の活用により医師等と協働して遂行する薬物治療管理（PBPM）が取り組まれる
ようになっている。当院でも2022年11月より、外来化学療法におけるプレメディケーショ
ン入力の一部をPBPMの対象として導入した（以下、当院PBPM）。今回、当院PBPMの導
入による薬剤部の業務効率への影響を把握し、今後の業務展開への参考とするためにアン
ケート調査を行った。【方法】当院PBPMを行ったことがある在籍中の薬剤師18名を対象と
してアンケート調査を実施した。アンケート項目は主に当院PBPM導入による業務量、業
務負担の軽減、導入で生じた問題点の有無とした。アンケートより得られた回答を項目ご
とに集計した。【結果】回答率は88％（16/18）であった。当院PBPM導入により、「医師へ
の問合せが減ると感じる」100％、「業務時間は15分以内に終了できる」93％、「他の業務
へ割ける時間への影響が大きいと感じる」60％、「薬剤部業務の効率化に役立っていると感
じる」87％であった。また、「PBPM導入により問題が生じた」12％であった。【考察】今回
の調査から、医師への問合せが減り、他業務へ割ける時間増加を感じている薬剤師は半数
以上認められた。また、当院PBPM導入による問題発生は少数であり、業務に大きな支障
は認めなかった。以上より、当院PBPM導入が業務効率化に繋がっている認識が薬剤師間
にあることが示唆された。一方で、当院PBPM拡大に関しては慎重な意見も認めた。今回
の調査より得られた認識や課題をもとに、今後の問題点の見直しや当院PBPM拡大の検討
を行う必要がある。

P2-186-7
有志による自分たちの働く環境の満足度を向上し、もっと職場で楽しくは
たらく試み
後藤∙智彦（ごとう∙ともひこ）1、長嶋∙美佐（ながしま∙みさ）3、平野∙こずえ（ひらの∙こずえ）3、佐藤∙孝宏（さとう∙たかひろ）3、
稲澤∙淳一（いなざわ∙じゅんいち）4、名取∙知佐子（なとり∙ちさこ）5、栗原∙源（くりはら∙げん）6、平野∙光枝（ひらの∙みつえ）7、
岡田∙桃香（おかだ∙ももか）6、丹野∙宏和（たんの∙ひろかず）8、益田∙泰三（ますだ∙たいぞう）2

1NHO 下志津病院臨床検査科、2NHO 東京医療センター臨床検査科、3NHO 下志津病院看護部、 
4NHO 下志津病院療養指導室、5NHO 下志津病院診療情報管理室、6NHO 下志津病院庶務係、 
7NHO 下志津病院薬剤部、8NHO 下志津病院統括診療部

【はじめに】
お互いの挨拶から始まったコミュニケーションは、年数を重ね、顔見知りが増え、困った
ことや小さな疑問を相談しあう中になると所々にスキルを活かして、不便なところの改善
や、「日々の業務で褒められることより圧倒的に怒られることが多い仕事の中で、してもらっ
て嬉しいと感じたこと、人がやっている姿が素敵だと感じたことを伝えることで、少しで
も楽しく仕事ができるように」と始めた活動事例を報告する。

【活動継続の原動力】
感謝の気持ちをお届けする「Smile search」プロジェクトとして、人に感謝・感激・感動・
称賛を伝えるシステムを構築した。一緒に働く仲間たちの良い所に目を向けること、日頃
の感謝の気持ちを表す機会を作ることで、日々気持ちよく仕事ができる、前向きな気持ち、
言葉がけが増えて、自身が働く場所への帰属意識を高めると共に、多職種連携の活発化に
繋った。

【主な取り組みと活動】
毎年～下志津病院の桜を見る会～が、イベントになり根付いています。入院患者さんも外
出や面会なども自由にできず、患者さんの気持ちを和らげることを目的に院内にある桜を
間近で見られる機会を企画し始まった。また患者さんの気持ちが和らぐことは、職員のモ
チベーションや安らぎを向上させる効果も期待できるため、Smile searchプロジェクトの
一環として取り組むこととした。

【まとめ】
「建物は古くても、整理整頓されている院内は患者満足度を向上できるのではないか」とい
う意見を基に立ち上げた。有志によるプロジェエクト「チームきらり」下志津病院は歴史あ
る病院だが、洗練された病院を目指して、働くスタッフは、日々の活動に取り組んでいる。
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P2-187-6
動脈の支配域に一致しない大脳の多発DWI高信号域を認めたDLBCL中枢
神経浸潤の一例
中嶋∙敏司（なかしま∙さとし）、黒田∙龍（くろだ∙りょう）、北村∙樹里（きたむら∙じゅり）、角野∙萌（かどの∙もえ）、
檜垣∙雅裕（ひがき∙まさひろ）、牧野∙恭子（まきの∙たかこ）、渡邉∙千種（わたなべ∙ちぐさ）、鳥居∙剛（とりい∙つよし）

NHO 広島西医療センター臨床研修部

【症例】60歳代女性。X年5月に意識消失後に転倒し、前医でMRIの拡散強調像（DWI）で側
脳室周囲及び右大脳半球に高信号を認め、多発性脳梗塞と診断された。アスピリンによる
二次予防を開始したが、6月に側脳室周囲に新たにDWI高信号域を認めた。7月末から会
話困難となり、8月下旬より起立困難となった。可溶性IL2レセプターおよびLDH高値に加
え、PET-CTでは左骨盤内、腹壁や左大腿部皮膚、大動脈周囲リンパ節にFDGの集積を認
めた。左骨盤内の腫瘤生検でびまん性大細胞型B細胞リンパ腫（DLBCL）と診断された。髄
液細胞はFCMでCD19および20陽性であり、DLBCLの中枢神経浸潤として治療開始した。

【経過】X年9月から中枢神経悪性リンパ腫に対するレジメンであるR-MPV（リツキシマブ、
メトトレキサート、プロカルバジン、ビンクリスチン）療法を開始し、同月中には会話や歩
行器歩行が可能な状態へと改善した。R-MPV療法5コース終了後、R-ESHAP療法（リツキ
シマブ、エトポシド、デキサメタゾン、シクロフォスファミド、シタラビン）を2コース追
加し、BuTT療法（ブスルファン、チオテパ）を前処置とした自家末梢血幹細胞移植を行った。
治療効果判定として行った、X+1年4月のMRIではDWI高信号域は減弱、縮小傾向であり、
新たな異常高信号域を認めず、PET-CTでComplete metabolic response（CMR）を達成
していた。【考察】本症例のDWIの高信号域は動脈の支配域に一致せず、高信号域が数か月
持続する点が脳梗塞としては非典型的であった。持続するDWI高信号域の原因疾患として
悪性リンパ腫を含む脳腫瘍及び脳膿瘍も鑑別に入れることが必要である。

P2-187-5
難治性吃逆で発症し、病変が脳幹に限局したseronegative NMOSDの一例
久原∙楓（くはら∙かえで）、堤∙将臣（つつみ∙まさおみ）、平原∙凜太郎（ひらはら∙りんたろう）、小杉∙雅史（こすぎ∙まさふみ）

NHO 嬉野医療センター神経内科

【症例】67歳男性。2009年に四肢の痺れ、右方視時の視界不明瞭、吃逆、嚥下障害等が出現し、
プレドニゾロン内服にて症状は軽減。頭部MRIでは延髄高位から頸髄に多発するT2高信号
病変を認め、病変は造影効果を伴っており、lymphomaや炎症性疾患、グリオーマなどの
腫瘍性病変が疑われた。PET-CTでは異常集積を認めなかった。その後、頭部MRIで橋背側
への病変拡大を認め、ステロイドパルス療法と後療法にて病変は縮小し、造影効果は減弱。
髄液検査では、IgG 9.4mg/dL、オリゴクローナルバンド、抗AQP4抗体は陰性で、ミエリ
ン塩基性蛋白（MBP）も検出されなかった。その後、プレドニゾロンは漸減中止となり、臨
床的にも画像上も再発なく経過していたため、2016年に終診。2024年3月、COVID-19
感染後より右後頭部と顔面の疼痛及び異常感覚、右上肢の痺れ、ふらつきが出現したため、
当科紹介受診となり、同年4月にふらつきの増悪と難治性吃逆を認め、当科入院。血液検査
は各種自己抗体陰性であり、髄液検査ではIgG 5.7mg/dL、オリゴクローナルバンド陽性、
抗AQP4抗体陰性、MBP 107pg/mLであった。頭部造影MRIでは延髄から頸髄に造影病変、
延髄背側に新規造影域を認めた。延髄は軽度腫大しており、T2で広範囲に高信号を呈して
いた。

【考察】本症例は、病変が脳幹のみに限局しており、病理学的な診断は行うことができず、
初発の時点では、髄液検査で疾患に特徴的な所見は得られなかったが、特徴的な最後野症状
を繰り返し、ステロイド反応が比較的良好であった経緯を重視してseronegative NMOSD 
と考えた。

【結語】病変が脳幹のみに限局し、診断に難渋した一例を経験した。文献的考察も加えて報
告する。

P2-187-4
長期のリハビリテーションによって人工呼吸器離脱を達成し、歩行能力を
再獲得できた重篤なギラン・バレー症候群関連疾患の一例
今井∙天晴（いまい∙てんせい）1、石橋∙はるか（いしばし∙はるか）1、頼近∙恭典（よりちか∙やすふみ）1、
正廣∙宣樹（しょうひろ∙よしき）2、木本∙和希（きもと∙かずき）1、琴崎∙哲平（ことざき∙てっぺい）1、北村∙樹里（きたむら∙じゅり）3、
末田∙芳雅（すえだ∙よしまさ）1

1NHO 東広島医療センター脳神経内科、2NHO 呉医療センター中国がんセンター脳神経内科、 
3NHO 広島西医療センター脳神経内科

【背景】ギラン・バレー症候群関連疾患は予後良好と考えられているが、発症1年後も13％
は重篤な運動障害を残すと報告されている。発症6 ヶ月以降の予後予測に関する報告も乏
しい。今回発症1年6 ヶ月で歩行可能まで改善した症例を経験したので報告する。【症例】
68歳男性【現病歴】2022年10月下旬に発熱と頭痛で入院、意識障害と四肢麻痺が進行し
第5入院病日に人工呼吸器管理となった。【身体所見】JCS3-200、四肢は弛緩性麻痺を認
め腱反射は減弱、痛み刺激に反応なし。【検査結果】神経伝導検査で高度軸索障害を認め
た。抗GQ1b抗体、抗GT1a抗体陽性。髄液所見：初圧24cmH2O、黄色透明、細胞数
43/3mm3、蛋白125mg/dL、糖95 mg/dL.【経過】ギランバレー症候群関連疾患の診断で
ステロイドパルス、大量免疫グロブリン療法（IVIg）、血漿交換を行った。意識は改善した
が、嚥下障害及び上肢優位の四肢麻痺と呼吸筋麻痺が残存した。第110入院病日に人工呼
吸器を離脱、第158入院病日にリハビリテーション病院へ転院した。第225病日、呼吸不
全のため当院へ転院、人工呼吸器管理となった。IVIg、栄養管理、リハビリを行ったが、人
工呼吸器の完全離脱に至らずリハビリ目的で第302病日に転院した。転院先で人工呼吸器
を離脱、第556病日に気管孔閉鎖術を行った。発症1年6 ヶ月時点で、座位・起立・歩行
は自立し経口摂取が可能である。【考察】ビッカースタッフ脳幹脳炎と、PCB（咽頭頸部上腕
型GBS）の合併例と考えた。入院7日目のmEGOSは11点であった。発症6ヶ月で歩行困難・
人工呼吸器管理であったが、歩行可能まで改善した。ギラン・バレー関連疾患では発症6 ヶ
月を過ぎてもリハビリによる回復がみこまれる可能性がある。

P2-187-3
先天性内耳奇形により反復性細菌性髄膜炎を呈した一例
山本∙優香（やまもと∙ゆうか）1、平原∙凜太郎（ひらはら∙りんたろう）1、堤∙将臣（つつみ∙まさおみ）1、小杉∙雅史（こすぎ∙まさふみ）1、
松本∙浩平（まつもと∙こうへい）2

1NHO 嬉野医療センター神経内科、2NHO 嬉野医療センター耳鼻咽喉科

【症例】44歳女性。急性発症の発熱、頭痛、耳痛で前医を受診し、髄膜炎が疑われ当院へ紹
介搬送となった。

【経過】来院時の意識レベルはJCSI-2で、神経学的所見は軽度の項部硬直のみで四肢麻痺な
どはなく頭部画像検査でも明らかな異常は認めなかった。髄膜炎を疑い、腰椎穿刺を行っ
たところ、初圧30cmH2O以上で色調は白濁しており、著明な細胞数上昇と糖の低下を認め、
細菌性髄膜炎と診断した。各種培養提出後、デキサメタゾン、セフトリアキソンナトリウ
ム（CTRX）、バンコマイシン塩酸塩を投与開始した。血液・髄液培養でStreptococcus 
pneumoniae が検出され、CTRXのみで加療を継続した。前医では急性中耳炎の診断で鼓
膜切開を施行しており、その際に提出された耳漏の培養からも同菌が検出された。また耳
鼻咽喉科に診察を依頼し、頭部CTにてアブミ骨底板の欠損が判明した。経時的に状態は改
善し、髄液の細胞数の低下を認めた。血液・髄液培養で陰性化を確認し、2週間でCTRX投
与を終了した。全身状態は良好であり、入院19日目に自宅退院となった。

【考察】細菌性髄膜炎は成人死亡率が20~25%と極めて致死性の高い疾患である。また再発
率は約5%とされている。再発の原因としては解剖学的異常が約60%で、その中でも内耳
奇形は頭部外傷に次いで2番目に多い。本症例は、就学期前からの左聾や学童期の中耳炎、
細菌性髄膜炎の既往があったことから、耳鼻咽喉科への精査依頼した結果、頭部CTで内耳
奇形が指摘され、侵入門戸を特定し得た。2回以上細菌性髄膜炎を繰り返す場合には、奇形
や免疫異常などの原因が隠れている可能性が高い。既往歴の詳細な聴取や他科との連携に
よって、原因検索を行うことが重要である。
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P2-188-2
結核患者におけるGLIM基準低栄養と入院期間の関連
小野田∙慎平（おのだ∙しんぺい）1、高木∙咲穂子（たかぎ∙さほこ）2、臼井∙よしの（うすい∙よしの）1、倉野∙正志（くらの∙まさし）1、
清水∙風花（しみず∙ふうか）4、南部∙未歩（なんぶ∙みほ）4、中川∙拓（なかがわ∙たく）3

1NHO 東名古屋病院栄養管理室、2国立長寿医療研究センター栄養管理部、 
3NHO 東名古屋病院呼吸器内科、4NHO 東名古屋病院看護部

【目的】結核患者では入院時の低栄養が死亡率の増加や在院日数の延長に繋がることが報告
されている。しかし、GLIM基準による低栄養診断を用いた研究は少ない。本研究では、当
院に肺結核で入院した患者における、入院時のGLIM基準低栄養と在院日数の関連について
検討した。【方法】2022年4月1日から2023年3月31日に当院へ肺結核を主病名として
入院した患者を対象とした後ろ向きコホート研究である。入院時GLIM基準（主にBMI、食
事状況/消化吸収能、CRPで判定）に基づき、「非低栄養群」、「中等度低栄養群」、「重度低
栄養群」の3群に分け、在院日数、陰転化日数、抗結核薬の副作用などの有害事象の有無、
入院時の呼吸状態（酸素投与の有無）、入院後1週間の平均摂取エネルギーを単変量解析で
比較した。【結果】対象は114例、年齢中央値は82.0歳、女性42例で非低栄養61例、中
等度低栄養群13例、重度低栄養群40例であった。高度低栄養群では非低栄養群に比べ、
入院時に酸素投与が必要な例が多く（30％ vs. 10%, P=0.008）、入院後1週間の平均摂取
エネルギーが低く（中央値893kcal/day vs. 1438kcal/day, P＝0.001）、入院中の有害事
象の発生率が高かった（63％ vs. 30%, P=0.003）。さらに、在院日数（中央値94日 vs. 75
日, P=0.114）と陰転化日数（中央値57日 vs. 39日, P=0.090）も長い傾向であった。【考察】
入院時のGLIM基準で、重度低栄養を認めた結核患者は35％を占め、呼吸状態が不良であり、
摂取エネルギーも少なかった。また、有害事象の発生率が高いことから、抗結核薬の減量
および中止が行われ、結果として治療期間の延長に繋がった可能性が示唆された。

P2-188-1
当園における入所者の栄養状態の実態
内村∙麻希（うちむら∙まき）、上地∙友美（うえち∙ともみ）

国立ハンセン病療養所沖縄愛楽園栄養管理室

【目的】ハンセン病は、抗酸菌の一種らい菌による慢性細菌感染症である。発症には、その
人の免疫能、栄養状態、衛生状態、経済状態など様々な要因が関与する。治療法が確立さ
れた現代では、完治する病気であり、現在の日本では発症することはほとんどない。そこ
で今回ハンセン病療養所である、当園入所者の栄養状態の現状と今後の課題を明らかにし
た。【方法】X年Y 月に当園に入所されているZ名を対象とし年齢、性別、BMI、食種を後
ろ向きにカルテより調査した。【結果】調査対象Z名の平均年齢は、82.6歳であった。性別は、
男性47%、女性52%。BMIは、平均23.9でBMI:21.5未満31%、BMI:21.5以上24.9未
満20%、BMI:24.9以上48%と24.9以上が最も多い割合を占めた。食種は、普通食54%、
特別食42%、経管栄養3%と経口摂取の割合が多かった。【考察】当園の平均年齢は、86.2
歳と高齢者が大半を占め、日本人の食事摂取基準2020年版より、65歳以上の目標とする
BMIの範囲であるBMI:21.5 ～ 24.9に該当する入所者の割合が最も少なく、半数が過栄養
にあった。BMI:21.5以上に該当する割合が約70%であるため、栄養量は充足していると
考えられる。今回摂取エネルギー量、疾患、血液検査、入所期間など詳細な調査ができて
いないため、これからの入所者の栄養介入のためにも継続しての調査が必要である。【結語】
今後、食事摂取量評価、また栄養評価に必要な検査等も含め栄養状態の把握が必要である。
低栄養、過栄養どちらに対しても食事や運動療法など多職種と連携し、入所者それぞれに
合わせた栄養管理をアプローチしていかなければならない。

P2-187-8
頭蓋内病変で発症しoverlap症候群が疑われた一例
本多∙拓磨（ほんだ∙たくま）1、石川∙晴美（いしかわ∙はるみ）2

1NHO 埼玉病院研修医、2NHO 埼玉病院脳神経内科

【症例】30歳女性【主訴】食思不振【既往歴】なし【現病歴】Y-4月から食思不振、Y-3月から嘔
気、微熱が出現、身体精神状態悪化しY-2月から休職。同月近医受診し、自律神経機能不全
疑いで経過観察。Y月X-19日からめまい出現、食指不振増悪し、X-9日身体表現性障害疑
いで前医精神科入院。X-3日頭部MRIで延髄に病変を認め、Y月X日多発性硬化症疑いで当
院神経内科転院。【経過】入院時CRP 1.32 mg/dL、WBC 8,490 /μL、sIL-2R 866U/ml、
抗SS-A抗体陽性、抗核抗体抗体価1280倍。MRI FLAIRで左延髄外側HI、T2 HI、DWI 
HI、ADC LIの病変を認めた。X+1日髄液検査で、細胞数1/3μL、総蛋白67mg/dL、糖
50 mg/dL（血糖103 mg/dL）。X+9日抗U1RNP抗体 54.4U/mL、直接クームス陽性、シ
ルマー試験陽性、表層角膜炎あり、NCSで左正中神経、左腓腹神経の感覚繊維で振幅低下。
X+14日全身色素沈着、四肢皮膚硬化、強皮症様顔貌を認め、頸髄MRIでC1-2/3、C6/7
レベルの脊髄左側にT2 HIの病変あり、全身性エリテマトーデス（SLE）、びまん皮膚硬化型
強皮症（lcSSc）、シェーグレン症候群（SS）のoverlap症候群を疑い、X+15日 IVMPと後
療法実施。X+16日唾液腺シンチグラフで右唾液腺集積低下。症状改善しX+23日退院。【考
察】Raynaudとソーセージ様腫脹なくMCTDの診断基準は満たさず、SLE、lcSSc、SSの
overlap症候群の疑い。頭蓋内病変はステロイド使用で改善し、overlap症候群関与し血管
炎性の機序で脱髄が生じたと推定。SLE症例で白質病変や脳室周囲病変の合併は知られるが、
延髄病変は稀。若年者頭蓋内病変は膠原病の精査が不可欠。

P2-187-7
胸髄腫瘍術後に持続する難治性脊髄障害性疼痛に対して脊髄刺激療法が有
効であった1例
川崎∙元敬（かわさき∙もとひろ）1,2、東野∙恒作（ひがしの∙こうさく）2、森川∙栄士（もりかわ∙えいじ）2、
飛梅∙祥子（とびうめ∙しょうこ）2、嶌村∙将志（しまむら∙まさし）2、佐々∙貴啓（ささ∙たかひろ）2、横井∙広道（よこい∙ひろみち）2

1NHO 四国こどもとおとなの医療センター疼痛医療センター、 
2NHO 四国こどもとおとなの医療センター整形外科

【はじめに】脊髄刺激療法とは、硬膜外腔に挿入したリード電極から脊髄への微弱な電気刺
激により、慢性化した難治性の神経障害性疼痛を軽減させる低侵襲なneuromodulation
治療の一つである。今回、胸髄腫瘍術後に持続する脊髄障害性疼痛に対する脊髄刺激療法
を施行したので報告する。【症例】60代女性、胸腹部痛を訴え、MRIで第3胸椎高位の脊
髄背側に硬膜内髄外腫瘍を認め手術が予定された。手術当日に両下肢完全麻痺をきたした
が、腫瘍全摘出術後、リハビリテーションにより下肢筋力回復し歩行可能となった。しか
し、難治性の胸腹部痛と下肢痛が持続していたため、当院疼痛医療センターで脊髄刺激療
法を予定した。まず試験刺激治療を1週間行い、有効であれば刺激装置植え込み術を行う方
針となった。手術の際に、刺激電極の位置は、疼痛領域に一致して刺激を感じるように障
害脊髄高位の尾側に設置した。試験刺激後数日で、1日の最大の痛みの強さは、numerical 
rating scale（NRS）で7から4へ軽減し、歩行速度や下肢筋力も改善し歩きやすさを自覚し
たため、刺激装置植え込み術を施行した。術後2年の評価で、NRSは術前8から4へ軽減し
ており、身体活動性や精神心理面、生活の質の評価の全てにおいて改善したまま経過して
いた。【結語】内服やブロック注射等の一般的な保存治療が無効な慢性化した脊髄障害性疼
痛への脊髄刺激療法の有効性が確認できた。治療効果として、疼痛の軽減だけでなく、身
体活動性や精神心理面、生活の質の向上も得られた。
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P2-188-6
ICUに入室した脳神経外科患者に対する経腸栄養プロトコール導入
坪井∙涼（つぼい∙りょう）、西尾∙聡子（にしお∙さとこ）、後藤∙陽菜（ごとう∙はるな）、鈴木∙絢子（すずき∙あやこ）、
太嶋∙友里（たじま∙ゆり）、戸谷∙和佳奈（とや∙わかな）、今泉∙良典（いまいずみ∙よしのり）、飛野∙矢（ひの∙なお）、
小島∙章孝（こじま∙あきたか）

NHO 名古屋医療センター栄養管理室

【目的】急性期脳神経外科患者は腸管機能に問題が無く、意識障害や嚥下障害により経腸栄
養が適応となることが多い。重症患者の栄養療法ガイドラインにおいては、早期から経腸
栄養を開始することが推奨されており、早期栄養の開始や増量を目的として脳神経外科患
者に対する経腸栄養プロトコールを作成した。2023年4月より運用を開始したため、導入
前後の状況を報告する。【方法】2022年4月1日から2024年4月23日の期間に当院ICU
に入院した脳神経外科患者のうち、ICU在室中に経腸栄養を開始した脳卒中患者もしくは
頭部外傷患者36名（66.6±13.9歳）を対象とした。プロトコール導入前の患者を導入前群、
導入後プロトコールを使用した患者を導入後群とし、絶食日数、在院日数、投与エネルギー
量、排便状況、manual muscle testing（以下MMT）、早期栄養介入管理加算件数を調査
比較した。【結果】絶食日数は導入前群が2.5±1.2日、導入後群が2.5±1.4日であった。
経腸栄養量は入院時から3日目、7日目、14日目、21日目で導入前群が84±122kcal、 
664±371kcal、988±392kcal、1053±350kcal、導入後群が72±57 kcal、528±
374 kcal、1085±347 kcal、1077±262 kcalであった。導入後群のプロトコール完遂
率は83％であった。経腸栄養開始にかかる早期栄養介入管理加算件数は導入前群が0.2±
0.5回、導入後群が0.7±1.2回、取得率は17％から33％へ増加した。各調査項目におい
て導入前後で有意な差は見られなかった。【考察】約8割の患者に段階的な増量や速度調整
を伴う経腸栄養管理が問題なく遂行できたことから、プロトコール導入が早期経腸栄養の
標準化に繋がったと推察される。

P2-188-5
高度救命救急センターにおける早期経腸栄養プロトコル導入の取り組み
平原∙拓馬（ひらばる∙たくま）、喜多∙祥恵（きた∙さちえ）、白水∙春香（しろうず∙はるか）、権∙志成（ごん∙ちそん）、
窪田∙佳史（くぼた∙よしふみ）

NHO 長崎医療センター高度救命救急センター

【概要/背景】ICU入室患者は、代謝や異化亢進、利用障害などにより栄養状態が悪化しやす
い。そのため、ICU入室後24-48時間以内に経腸栄養を開始することが重要であり、感染
症合併率や死亡率の低下、残院日数の短縮などに繋がると示されている。令和5年4月時点
で、A病院では、早期の経腸栄養開始に向けた取り組みは行なっておらず、栄養の開始時期
や内容が様々であった。よって、早期経腸栄養プロトコルを作成し、導入することでICU
における栄養療法の一助になると考えた。本報告では、プロトコル作成から導入までの取
り組みや明らかとなった課題に焦点を当て、考察を行う。【取り組み】導入に際し、救急医、
集中治療医、看護師、管理栄養士、事務部門による早期経腸栄養に向けたチームを発足した。
その後、毎月ミーティングを行う中で、現状調査と問題点の抽出を行い、目的を明確化し
た上で計画を立案した。プロトコル作成にあたっては、ASPEN・ESPEN・SCCMの栄養ガ
イドラインと他施設のプロトコル基準を参考にした。プロトコル作成後は、運用開始日を
設定し、看護師へのICU入室患者の栄養管理についての学習会を行うとともに、プロトコ
ルの運用方法を伝達した。導入後は定期的にカンファレンスを行い、遵守率の向上に向け
て働きかけた。また、当院は独自にPICS予防のために作成したABCDEバンドルを活用し
ている。その中に栄養の項目を追加することで、日々医師と共に患者の栄養に関して検討
する機会を増やした。【まとめ】課題として、プロトコル運用に関する質の向上、早期の経
口摂取に向けた介入との連動、プロコトルを用いた一般病棟との連携、プロトコルの有用
性の客観的評価が明らかとなった。

P2-188-4
うっ血性心不全の再入院に影響する因子と管理栄養士の介入意義の検討
太嶋∙友里（たじま∙ゆり）、鈴木∙絢子（すずき∙あやこ）、戸谷∙和佳奈（とや∙わかな）、坪井∙涼（つぼい∙りょう）、
今泉∙良典（いまいずみ∙よしのり）、飛野∙矢（ひの∙なお）、小島∙章孝（こじま∙あきたか）

NHO 名古屋医療センター栄養管理室

【目的】慢性心不全は、増悪緩解を繰り返し、次第に心機能や身体機能、栄養状態の低下を
認める症候群である。心不全の増悪因子として怠薬、塩分・水分過多などが挙げられるな
か、当院患者の増悪因子について調査し、管理栄養士の介入意義について検討した。【方
法】2023年4月1日から2023年10月1日に当院心臓血管センターにうっ血心不全で入
院した128名を対象とし、栄養評価が不可能だった33名と、死亡退院の4名を除外した
91名を調査した。退院後90日以内に再入院した群を増悪群、再入院がなかった群を非増
悪群とした。調査項目に患者背景（年齢、性別、BMI、合併症、世帯状況）、入院時・退院
時CONUT変法スコア、入院時BNP、退院時生化学データ、服薬状況、栄養指導状況、退
院先について調査した。統計処理については対応のないt検定、フィッシャーの正確検定を
用いた。【結果】増悪群再入院期間の内訳は、10日以内14％ ,20日以内43％ ,30日以内で
71％を占めた。増悪の要因として、塩分・水分過多53％ ,怠薬43％が挙げられた。併存疾
患内訳は、高血圧53％ ,糖尿病34％ ,慢性腎不全31％ ,脂質異常症16％ ,慢性閉塞性肺疾
患14％であった。入院時栄養指導実施率は増悪群で43％ ,非増悪群で45％ ,外来栄養指導
実施率は全数で3％だった。栄養障害は群間で有意な差を認めなかった。入院時BNPは増
悪群で高い値を示したが有意差は認めなかった。【考察】増悪群の約半数が20日以内に再入
院していることから、20日以内を目安としたより短期的な外来フォローが必要と考える。
また大半に生活習慣病併存を認めており、心不全増悪の一因となるため、入院外来栄養指
導率向上が心不全コントロールの一助となると考える。

P2-188-3
当院の入院前支援における管理栄養士の活動の現状と課題
崎向∙幸江（さきむかい∙さちえ）1、花田∙道代（はなだ∙みちよ）1、中之薗∙妙子（なかのその∙たえこ）1、
郡山∙暢之（こおりやま∙のぶゆき）2

1NHO 鹿児島医療センター栄養管理室、2NHO 鹿児島医療センター糖尿病・内分泌科

【背景】入院前早期から適切な栄養管理を行い、良好な栄養状態を保つことは、治療効果を
上げるために有用と言われている。当院では、2021年より入院前支援に管理栄養士が参画
している。看護師からの依頼や管理栄養士からの提案は増加したが、医師からの栄養指導
や栄養介入依頼は少なかった。そこで、2022年に入院前支援依頼書の様式を変更し、再
周知を行った。【目的】様式変更後の入院前支援における管理栄養士の活動の現状を検証し、
より効果的な活動に繋げること【方法】入院前支援で管理栄養士が介入した患者で、2021
年度3391名と2023年度3026名の各項目の介入割合の比較検討を行った。【結果】入院
前支援を行った割合は、2021年度は全入院患者の38.2％で、2023年度39.7％であっ
た。そのうち、看護師からの介入依頼は、食物アレルギー対応3.8％→4.7％ ,形態調整対
応0％→0.7％であった。また、管理栄養士が提案する適正食種や形態への変更は、22.9％
→7.9％と減少した。医師からの依頼件数は、栄養指導0.3％→4.0％ ,栄養介入1.1％
→3.2％に増加したが、入院前の実施は0％→0.07％であった。【考察】入院前から管理栄
養士が介入することで、入院日より、適正な食事提供可能な環境が整ってきている。一方、
医師からの栄養指導や栄養介入依頼は増加したが、実際は入院後に実施している。要因と
して、管理栄養士の面談が最後になることが多く、患者・家族が疲労していることや入院
前の栄養指導や栄養介入の必要項目が曖昧であること等が考えられる。【結論】入院前支援
での実施が有効な栄養指導や栄養介入の項目の選別、体制整備が早急に必要であり、入院
前から栄養管理を実施する意義に繋がると思われる。
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P2-189-2
総合病院精神科病棟における転倒転落の実態調査
菅野∙友梨香（かんの∙ゆりか）、似鳥∙摩弓（にたどり∙まゆ）、山内∙彩香（やまうち∙あやか）、佐藤∙渚（さとう∙なぎさ）、
高橋∙亜依奈（たかはし∙あいな）、沼尾∙信治（ぬまお∙しんじ）

NHO 仙台医療センター 11階東病棟（精神科）

【はじめに】精神科領域では、薬剤の副作用によるふらつき、精神症状や認知機能低下など、
身体科に比べ転倒リスクが多く存在する。本研究では、A総合病院精神科閉鎖病棟（以下A
病棟）の入院中に転倒した患者のインシデントレポートから転倒転落の実態を調査した。【目
的】A病棟の転倒転落の実態について、カルテ記録とインシデントレポートから明らかにす
る。【方法】令和3年4月から2年間にA病棟へ入院した患者のうち、入院中に発生した転
倒転落のインシデントレポート95件の内容及び当該患者のカルテ記録から得られたデータ
を調査項目毎に単純集計した。【倫理的配慮】当院倫理委員会の承認を得た。【結果】各項目
において、最も多かったのは下記の通りである。年齢は60歳以上が66件（69%）。診断は
統合失調症が52件（55%）。移動方法は自立が46件（49%）。向精神薬を定期内服している
のは94件（99%）。そのうち5剤が23件（24%）。転倒前24時間以内に向精神薬を頓服し
たのは42件（44%）。頓服内服時間は22 ～ 23時台、発生時間は20 ～ 21時台。発生場所
は病室の54件（57%）。【考察】転倒転落には性別や加齢による身体変化、薬剤の影響、精
神科病棟特有の環境などの要因が影響していることが示唆された。中でも、向精神薬の投
与は転倒に大きな影響を及ぼしていることが考えられる。不安や不眠を訴える患者に対し、
頓服薬を第一選択にせず、思いを傾聴することで症状の軽減に努め、不要な薬剤投与をし
ないことが重要と考える。【結論】1.向精神薬の内服は転倒に大きな影響を及ぼしている。
2.精神科特有の環境が転倒のリスクの一因となっている。3.薬剤の影響による転倒防止の
ために、不要な薬物投与をしないことが重要である。

P2-189-1
当院精神リエゾンチーム発足から現在の活動状況について
甲高∙成美（こうだか∙なるみ）、稲垣∙理佐子（いながき∙りさこ）、柳田∙かおり（やなぎだ∙かおり）、古野∙拓（ふるの∙たく）

NHO 横浜医療センター看護部

背景
当院は地域医療指定病院であり、三次救急病院で急性期医療を担っている。また、総合病
院で精神科病床を有している数少ない病院であることから、既往に精神疾患があり、身体
疾患の治療が必要な患者の紹介や救急搬送は多い。元々の精神疾患がなくても、入院によ
るせん妄や、身体疾患や治療の侵襲による不安や抑うつ症状が出る患者もおり、精神科治
療の必要性は高い。そうった需要に対して、2022年6月～精神科医・精神保健福祉士・公
認心理師・精神看護専門看護師といった多職種が参加する精神リエゾンチームの活動が開
始された。
活動内容
身体科の主治医から精神科併診された患者の中から、チーム介入が必要な患者のピックアッ
プを行い、チーム回診とコメディカルの回診を実施している。看護師からの直接の相談も
受け付けており、リエゾンチームの周知と相談しやすい環境作りに繋がっていると考えら
れる。チームでの介入患者は、急性期の病院であることからせん妄が多く、うつ病や統合
失調症といった一般病棟では対応に慣れていない患者の介入も多い。
今後の展望
精神リエゾンチームの認知度が院内で上がってきたことで、看護師からの直接の相談も増
えてきているが、患者の精神症状の変化に気づかずにチーム介入するまでに時間がかかる
ケースも多い。精神症状のアセスメントや精神科の治療薬についての知識の普及をしつつ、
精神リエゾンチームで臨機応変な対応がとれるようなシステムを作っていくことが課題で
ある。

P2-188-8
間質性肺炎サポート入院における管理栄養士介入の必要性とその効果
齋藤∙秀和（さいとう∙ひでかず）1、黒宮∙美羽（くろみや∙みう）1、水野∙真紀子（みずの∙まきこ）1、鴨川∙佑花（かもがわ∙ゆか）1、
中村∙祐太郎（なかむら∙ゆうたろう）2

1NHO 天竜病院栄養管理室、2NHO 天竜病院呼吸器・アレルギー科

【目的】間質性肺疾患は慢性進行性に肺の線維化を来たし、患者は日常生活での対応に不安
や疑問を生じることが多くある。当院では、このような患者に対して、多職種による患者
支援プログラムを作成し、全人的包括的に支援する取り組み（以下、間質性肺炎サポート入
院）を行っている。そこで今回、この入院における管理栄養士の介入をより効果的なものに
するため、介入の必要性と効果について検討を行った。【方法】2023年6月から2024年3
月の期間に、間質性肺炎サポート入院による支援を受けた患者を対象とした。介入の必要
性として、入院時にMNA-SFおよびCNAQ-Jを用いて、栄養状態と食欲を評価した。介入
の効果として、入院時と退院時にアンケート（選択回答形式）を行い、不安解消の実感を尋
ねた。【結果】対象は14名（うち男7名）、年齢78.3±7.2歳、BMI19.4±4.7であった。
栄養評価の判定では、MNA-SFにて「低栄養」が4名、「低栄養のおそれあり」が7名であり、
CNAQ-Jにて「食欲低下あり」が11名であった。いずれも、精神状態の評価項目が低い傾
向にあった。アンケートの回答では、入院時に「食事の不安あり」は5名おり、そのうち退
院時に「不安は解消した」は3名だった。【考察】対象者の多くが、低栄養リスクが高い状態
にあり、管理栄養士介入の必要性が明らかになった。一方で、食事への不安の訴えは36%
しかおらず、抱えている不安が漠然とした状態であることが示唆された。管理栄養士介入
により不安解消の効果があったが、多職種で不安に対し多角的に支援することで、その効
果はさらに高まると考える。

P2-188-7
当院採用の経腸栄養剤･栄養補助食品の更新に係る経営資源の改善,患者利
益の創出
鈴木∙善之（すずき∙よしゆき）1、杉村∙雄一郎（すぎむら∙ゆういちろう）2、三浦∙直也（みうら∙なおや）3、工藤∙裕美（くどう∙ひろみ）3、
田村∙美樹（たむら∙みき）3、高橋∙保博（たかはし∙やすひろ）4

1NHO 帯広病院栄養管理室、2NHO 福島病院栄養管理室、3NHO 帯広病院看護部、 
4NHO 帯広病院小児科

【目的】
当院は,2023年11月より採用する経腸栄養剤･栄養補助食品の更新を実施した.更新前は,
経腸栄養剤の規格,栄養補助食品の味及び風味を含め,用途が局限的であり,管理等に難渋し
ていた.長期療養中の患者の内,経腸栄養剤の多剤併用による栄養管理が常態化した患者,漫
然と栄養補助食品が付与され続ける患者が散見された.
経営資源の改善,患者利益の創出が双方向で実現すべく,適当な経腸栄養剤･栄養補助食品へ
の更新を実施した.

【方法】
2023年7月より患者個々人の必要栄養量の算出,栄養管理計画を精査し,単一の経腸栄養
剤による栄養管理,栄養補助食品の要否を勘案した.当院の重症心身障害児（者）の病床数
は,120床であるが,経腸栄養剤における栄養管理が,35％弱を占め,栄養補助食品の付与率
は,30％弱を占める.
特に重症心身障害児（者）の栄養療法施行中の合併症及びエネルギー産生栄養素並びに微量
栄養素に留意し,経腸栄養剤の規格,栄養補助食品の味及び風味を選定した.

【結果】
更新前は,経腸栄養剤9種類･栄養補助食品12種類の全41種類であったが,更新後は,経腸
栄養剤7種類･栄養補助食品7種類の全30種類である.
2024年5月31日現在,経腸栄養剤を更新した症例36例（男性11例,女性25例）,年齢8_
から_81歳（平均年齢43.2歳）である.症例3例で栄養状態が維持し,症例16例で栄養状態
が改善した.

【考察】
患者は,安定的かつ継続的な栄養療法施行により栄養状態の維持･改善が期待でき,栄養管
理室は,より適切な栄養管理の推進,看護部は,単一の経腸栄養剤による業務軽減へと繋がっ
た.
当院は,採用する経腸栄養剤･栄養補助食品の更新を実施し,経営資源の改善,患者利益の創
出が双方向で実現でき,費用対効果及び時間対効果も得られた.
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P2-189-6
精神科急性期病棟に入退院を繰り返す事例に対する看護師の思い－看護師
の退院支援の意識・取り組みの考察－
楢原∙すみれ（ならはら∙すみれ）、須藤∙武（すどう∙たける）、児玉∙純一（こだま∙じゅんいち）、内山∙博公（うちやま∙ひろゆき）

NHO 小諸高原病院看護部

【背景・目的】精神科医療において、入院中に退院後の地域生活への定着に向けた支援を行う
ことが重要である。本研究は入退院を繰り返す事例に対する、精神科急性期病棟に勤務す
る看護師の思いと退院支援の内容を明らかにし、今後求められる退院支援について考察し
た。【方法】精神科経験年数が3年以上の看護師を無作為に抽出し、3 ～ 4名の2グループに
フォーカスグループインタビューを実施した。逐語録より「入退院を繰り返す患者に対して
の思い」「退院支援の意識」「取り組みに関連する文節」を抽出し、コード化を行なった。コー
ドに示されている共通性を見出す中で、抽象度を上げサブカテゴリーを抽出した。カテゴ
リーの抽出に当たってはカテゴリー間の関連性を比較検討した。【結果】逐語録より164の
コード、76の二次コード、29のサブカテゴリー、10のカテゴリーが抽出された。【考察】
看護師は、患者に対して再入院をまたかと思うことや、仕方がないと割り切りつつも、再
入院による患者の良い変化を期待し、再入院に対する肯定的な思いを抱いていた。また、
看護師は、以前の入院中に実施した退院支援が活用されず無力感を感じながらも、再入院
となった要因を検討し、新たな退院支援を検討しようとする意欲があることがわかった。
つまり、入院退院を繰り返す事例に対し看護師は、患者への思いと、退院支援の内容、そ
の両方について両価的な思いを抱いていたことがわかった。現在病棟で実施が不足してい
る看護師間で前回の退院支援を振り返ることや、退院前訪問の実施により退院後の問題を
具体化するなど、新たな取り組みを導入することで退院支援の質を向上させることが求め
られる。

P2-189-5
急性期病棟に入院する境界性パーソナリティ障害患者に対して若手看護師
が抱く陰性感情の変化とその過程
小林∙周太郎（こばやし∙しゅうたろう）1、羽鳥∙雄貴（はとり∙ゆうき）2、丸山∙未菜実（まるやま∙みなみ）1、
青木∙花奈（あおき∙かな）1、永井∙健太郎（ながい∙けんたろう）1、菅原∙志保（すがわら∙しほ）1

1NHO 久里浜医療センター看護部、2神奈川県立精神医療センター看護部

【はじめに】境界性パーソナリティ障害（以下BPD）により入院する患者は、過量服薬やリス
トカットなど自傷行為や希死念慮が逼迫していることが少なくなく、また疾患の特徴から
も対応に苦慮し陰性感情を抱くことがある。BPD患者に対する看護師の陰性感情に関連し
た研究は、熟練看護師を対象とした先行研究はあるが若手看護師を対象とした研究は少な
い。そこで本調査では、若手看護師のBPD患者に対して抱く陰性感情に着目し、感情の変
化や看護実践の現状を明らかにすることを目的として行った。【方法】研究対象：対象は精
神科急性期病棟で勤務している経験年数が1 ～ 4年の若手看護師4名。調査方法：インタ
ビューガイドを作成し、半構成的面接によりインタビューを実施した。分析方法：インタ
ビュー内容を逐語録に起こし、KJ法を用いてカテゴリー化を行い分析を行った。倫理的配慮：
研究方法、調査内容等について口頭と文書を用いて説明を行い同意を得た。また当院の倫
理委員会の承認を得て実施した。【結果】分析した結果81のコードが抽出され、9つのサブ
カテゴリーが形成された。さらにそれぞれの意味や関連性を検討した結果【BPD患者の事前
情報】【BPD患者に対する不安や戸惑う場面】【看護実践及び対応の変化】の3つのカテゴリー
に分類された。【考察】若手看護師は、これまで入院中のBPD患者に対して不安感や恐怖感
を抱き続けている状況や、先輩看護師から得るネガティブな情報から先入観や固定観念を
抱いていることが分かった。また、患者の変化の激しさや、それに伴う対応方法の正解が
若手看護師には判断できず陰性感情の増加などの変化をもたらしていることが考えられる。

P2-189-4
国立病院機構大阪医療センターにおける過量内服患者に関する実態調査
三浦∙慎也（みうら∙しんや）、伊藤∙万里子（いとう∙まりこ）、田宮∙裕子（たみや∙ひろこ）

NHO 大阪医療センター精神科

目的：当院は三次救急に対応している救命救急センターのある総合病院である。過量内服
による救急搬送は年々増加しており患者背景を調査検討することで自殺対策の一助となる
ことを目的としている。対象と方法：2023年4月1日から2024年3月31日の期間に過
量内服で当院救命救急センターに搬送され、当科に紹介となった患者を対象とした。精神
科受診歴、摂取した薬物の種類、心理社会的要因、過量服薬の目的、過量内服後の心理的
反応、転帰、精神科診断について後方視的に調査を行った。結果：対象者は63名（男性16名、
女性47名）であった。精神科受診歴有りは73％であり、20代では57％と他の年代に比較
して割合が低かった。摂取した薬物の種類は処方された向精神薬が56％で最も多く、次に
市販薬が30％でそのうち95％がAYA世代であった。心理社会的要因では家庭問題が25％
で最も多く、年齢別の特徴では10代、50代が家庭問題、20代が勤務問題、70代以上は健
康問題だった。過量内服の目的は死ぬため60％、気分不快感の解消30％、その他10％で
あった。年齢別の特徴では10代のみ気分不快感の解消が最も多かった。過量服薬後の心理
的反応では希死念慮の持続22％、希死念慮の消退後不安持続35％、後悔29％、乱用14％
であった。転帰は他院精神科紹介が60％で最も多かった。精神科診断は全年代合計ではF3 
46％が最も多く、10代ではF8 20％、F9 30％といった発達障害の診断を受けているもの
が多く、20代ではF4 48％が多かった。考察：過量内服の背景を年齢別に分析することで
年齢層に応じた問題が浮き彫りになり、特に社会的な問題となっている若年層の薬物乱用
は、当院においてもその傾向が認められた。0515acac

P2-189-3
認知症患者を対象とした入院持参薬の睡眠薬調査
樫野∙勝幸（かしの∙かつゆき）、小暮∙友毅（こぐれ∙ゆき）

NHO 東広島医療センター薬剤部

【はじめに】認知症患者の不眠による薬物療法は確立されておらず、非薬物療法である睡眠
衛生が基本となっている。しかしそれでも改善しない場合はせん妄リスクが低いオレキシ
ン受容体拮抗薬、メラトニン受容体作動薬の睡眠薬が推奨されている。今回認知症患者を
対象とした入院持参薬に含まれる睡眠薬を調べ、せん妄対策を意識した睡眠薬が処方され
ているか把握することを目的として調査したので発表する。【方法】調査期間を2023年1
月～ 2023年12月の1年間として、抗認知症薬投与患者の入院に持参した睡眠薬の投与
実態を調査した。【結果】1. 抗認知症薬投与患者は90人（男性27人、女性63人）で、平均
年齢は86.7歳（73－98）であった。2. 入院前から睡眠薬が使用されていない患者は55人

（61.1％）であった。3. 入院前から睡眠薬が使用されている患者は35人（38.9％）であり、
そのうちベンゾジアゼピン系受容体作動薬が処方されている患者は11名であった。処方さ
れている薬剤はフルニトラゼパム、ブロチゾラム、トリアゾラム、エスゾピクロン、ゾル
ピデムであった。また非ベンゾジアゼピン系受容体作動薬が処方されている患者は24人、
処方されている薬剤はレンボレキサント、スボレキサント、ラメルテオンであった【考察】
高齢認知症患者への睡眠薬はせん妄リスク対策として推奨しているオレキシン受容体拮抗
薬、メラトニン受容体作動薬の処方が大半を占めていることがわかった。入院持参薬の中
でベンゾジアゼピン系受容体作動薬があればオレキシン受容体拮抗薬やメラトニン受容体
作動薬へ変更できるように病棟担当薬剤師や認知症ケアサポートチームを中心に積極的に
関与して行きたい。
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P2-190-2
脳梗塞後遺症に対する経管栄養中に血糖値の上昇と意識障害をきたし気腫
性膀胱炎の診断に至った高齢2型糖尿病の一例
更谷∙朱里（さらたに∙あかり）、山本∙浩平（やまもと∙こうへい）、森田∙彩（もりた∙あや）、土田∙和久（つちだ∙かずひさ）、
加藤∙雅彦（かとう∙まさひこ）

NHO 北海道医療センター内分泌代謝・糖尿病内科

【症例】70代男性【主訴】意識障害【既往歴】2型糖尿病, 脳梗塞後遺症（右麻痺・失語）,症候性
てんかん, 高血圧症, 好酸球増多症【現病歴】脳梗塞後遺症を近医にて, 2型糖尿病を当科に
て加療中であった. X-8日までは血糖コントロールはおおむね目標範囲内であった. X日に
意識障害, 高血糖あり, 当院受診となった. 来院時の血液検査ではpH 7.459, pCO2 42.3 
mmHg, Hco3 29.6 mEq/L, WBC 15.9万 μL, 好中球分画 86.6％ , CRP 3.05 mg/dL, 
HbA1c 7.2％ , 血糖値 377 mg/dL, 尿検査では沈渣白血球 100以上 /HPF, 細菌（2＋）, 
ケトン定性（-）, CTにて膀胱気腫を認め, 気腫性膀胱炎の診断となり同日入院となった. 【経
過】入院時より強化インスリン療法を実施して血糖コントロールを行った. 気腫性膀胱炎に
対して尿道カテーテル挿入の上, 第1病日~第4病日までセフトリアキソン, 第4病日に培
養結果を踏まえセフメタゾールへ変更し抗菌薬治療を行った. 第11病日にCT撮像し膀胱
内気腫の改善を認めたため同日抗菌薬終了とした. その後増悪を認めず第70病日に退院と
なった. 【考察】意識障害を主訴に来院した気腫性膀胱炎の1例を経験した. 気腫性膀胱炎の
治療に伴い経時的に意識が改善したことから気腫性膀胱炎による意識障害と考えられた. 気
腫性膀胱炎は60 歳以上の高齢者, 糖尿病患者, 脳梗塞後の神経因性膀胱などでリスクが高
い. 敗血症に至り, 本邦では約7%が死亡に至るとの報告もある. 意識障害が主訴の気腫性
膀胱炎はまれであるが, 気腫性膀胱炎のリスクが高い患者では念頭に置く必要があると考え
る.

P2-190-1
40歳で診断された永続性新生児糖尿病の一例
谷∙菜穂（たに∙なほ）1、向井∙理沙（むかい∙りさ）1、小出∙純子（こいで∙じゅんこ）1、神野∙和彦（じんの∙かずひこ）2

1NHO 東広島医療センター臨床研修部、2県立広島病院小児科

【現病歴】41歳男性。生後6週時に1型糖尿病と診断され、強化インスリン療法を開始さ
れていた。X-5年3月にHbA1c 8.7%と血糖コントロール不十分な状態であったことから
当科紹介受診となった。当科外来で強化インスリン療法を継続し、HbA1c 7.5-8.0%で
推移していた。X年に本人の第2子が生後6か月目で糖尿病性ケトアシドーシスを発症し、
KCNJ11遺伝子のR201C変異による新生児糖尿病と診断された。本人も同様の遺伝子変異
を有しており、永続型新生児糖尿病と診断された。第2子がグリベンクラミドを使用しイン
スリンを離脱できたことから、患者本人もSU薬導入のためX年6月に当科入院となった。

【初診時身体所見・検査所見】身長：157.8cm,体重：60kg,BMI 24.1,HbA1c 7.1%,空腹時
血糖75mg/dL, Cペプチド 0.1mg/ml

【経過】入院後インスリンを減量し、グリクラジド60mg/日から開始した。グリクラジド
160mg/日に増量したところ血糖の低下傾向を認め、入院7日後に退院となった。退院後
グリベンクラミド10mg/日に変更し漸増、X年9月に60mg/日まで増量しインスリンを中
止できた。また、食後Cペプチド値の改善（食後2時間血糖値195mg/dL, Cペプチド2.7mg/
dL）を認めた。現在シタグリプチンとメトホルミンを追加し、グリベンクラミド減量中であ
る。

【考察】40年以上1型糖尿病として強化インスリン療法で加療されている症例にも関わらず、
永続性新生児糖尿病の遺伝子変異を認めることが判明し、インスリン離脱できた一例を経
験した。若年発症の糖尿病に対して必要に応じて遺伝子検査を行い、永続性新生児糖尿病
やMODYを鑑別に挙げる必要がある。

P2-189-8
精神慢性期病棟で長期入院患者の在院日数長期化の要因
郡∙愛海（こおり∙まなみ）

NHO やまと精神医療センター看護部

【目的】池淵らの先行研究で明らかとなった退院困難度尺度の要因の平均スコアの順は当院
でも類似性があるのか、スタッフ・患者間の退院困難となっている要因の捉え方の違いを
明らかにする。【方法】1. ID式無記名アンケート調査票『薬に対する構えの調査票』、『地域
生活に対する自己効力感尺度』カルテからの情報収集、自由記述回答紙を3名の精神慢性期
A病棟に3年以上入院している患者に配布し3名より回収。2.無記名自記式質問紙『退院困
難度尺度』をA病棟の3名の対象患者の受け持ち看護師9名に配布し、8名回収。1.2の結
果を比較し得られた情報から先行研究を用いて分析する。院内の倫理審査委員会の承諾を
得て本研究を行った。（承認番号R5-13-2）【結果・考察】A病棟では先行研究との一致率は
24％であり、類似性はないことが明らかとなった。退院困難の要因・原因にも個別性があ
るということが分かった。また、退院困難度尺度の内容にばらつきが大きかったが、研究
対象となった看護師の個人の能力や患者との関係性によるものと考えられる。要因の捉え
方の違いとしては、退院困難度尺度で上位の点数は相違なかったが、下位の点数は、患者
は自信を持っていないと回答したものが多かった。患者が自分自身をどういう風に捉えて
いるかを理解することも退院支援を行う上では重要と考えた。【結論】患者には退院困難と
なっている原因は個別性がある。患者が自分自身をどういう風に捉えているかを理解する
ことを今後の退院支援の柱とする。

P2-189-7
長期入院中の統合失調症患者に対する服薬自己管理の導入～自己管理導入
前後における患者の心理的変化に関する事例検討～
安倍∙彩夏（あべ∙あやか）、竹本∙正記（たけもと∙まさき）、本多∙大地（ほんだ∙だいち）、黒田∙昌樹（くろだ∙まさき）、
竹下∙奈緒美（たけした∙なおみ）、前田∙涼太（まえだ∙りょうた）

NHO 北陸病院精神科

【目的】長期入院患者に対して服薬自己管理を導入し、それによる心理的変化が見られるか
を調査した。【研究方法】1.　研究期間R5.9月～ R5.12月2.対象当病院で3年以上入院中の
統合失調症患者1名3.分析方法・心理的変化の評価として「地域生活に対する自己効力感尺
度：以下SECL尺度」を用いた。SECL尺度の評価は、服薬自己管理実施前後、頓服自己管理
開始後の3回行った。その後、半構成的インタビューガイドを作成し､ 面接を実施した｡  ・
服薬自己管理前後のSECL尺度の回答および、インタビューで聞き取った内容を逐語録に書
き起こしカテゴリー化した。【結果・考察】SECL尺度での評価はどの項目も点数の上昇が見
られた。また、インタビューの結果から「自己管理の主体性」「習慣の変化に対する労力感」「自
己効力感・肯定感」「生活行動の調整」「精神的安定」「退院後の生活への不安」の6つのカ
テゴリーに分類された。服薬自己管理は長期入院生活において新たな刺激となり、「習慣の
変化に対する労力感」を生んだものの、「自己管理の主体性」「自己効力感・肯定感」「生活
行動の調整」といった肯定的な思いに繋がったのではないかと考える。また、服薬自己管理
を行う事で退院後の生活を想定した症状対処行動や薬に対する知識への理解が深まり、「精
神的な安定」に繋がったと考えられる。
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P2-190-6
低血糖発作を繰り返す特発性反応性低血糖の一例
関口∙遥（せきぐち∙はるか）1、中澤∙進（なかざわ∙すすむ）1、玉井∙恒憲（たまい∙つねのり）1、大成∙正騎（おおなり∙まさき）1、
三枝∙太郎（さえぐさ∙たろう）2、上牧∙勇（かみまき∙いさむ）3、細田∙泰雄（ほそだ∙やすお）4、田久保∙正洋（たくぼ∙まさひろ）5、
渡邉∙健太郎（わたなべ∙けんたろう）5

1NHO 埼玉病院総合診療科、2NHO 埼玉病院糖尿病内科、3NHO 埼玉病院副院長、 
4NHO 埼玉病院院長、5日本大学医学部内科学系糖尿病代謝内科学分野

症例は46歳女性．既往歴として糖尿病はなく、家族歴は祖父と父に2型糖尿病、子供に1
型糖尿病がある．以前から繰り返す低血糖発作症状があったが、受診せずにブドウ糖摂取
で対応していた．今回は仕事中に冷汗、嘔気、意識レベル低下などの低血糖発作症状、血
糖値 21mg/dLと重度の低血糖を認めた．低血糖の原因について精査を行なったところ、造
影 CTでは明らかな腫瘍性病変を認めず、血液検査で血中インスリン高値を認めたためイン
スリノーマ疑いとして大学病院へ紹介した．混合食負荷試験では負荷後低血糖は出現しな
かった．また 72時間絶食試験では血糖値 45mg/dL未満にならなった．膵 3phaseCT で
もSH 腫瘍性病変は指摘されず、グルカゴン負荷試験では負荷前 68mg/dL、30分 73mg/
dLと急激な血糖上昇は認めず静脈ケトン 7337μmoILであり、いずれの所見からもインス
リンノーマは否定的と判断した．抗インスリン抗体は陰性であること、低血糖の原因とな
る薬剤の服用やその他インスリン拮抗ホルモンを含むホルモン値も低血糖の原因となる所
見は認めなかったことから反応性低血糖と診断した．本患者に反応性低血糖の原因となる
境界型糖尿病や消化管手術の既往はなく、特発性反応性低血糖と考えられる．併発疾患も
ないため、食生活に留意しながら経過観察の方針となった．今回、低血糖発作症状を認め
反応性低血糖症と診断された一例を経験した．低血糖症は重篤化すると昏睡に至り、延い
ては致死的な不整脈をも引き起こす病態であるため、速やかな対応が求められる．また反
応性低血糖は見過ごされることも多く、食後倦怠感など軽微な症状でも鑑別にあげること
が重要である．

P2-190-5
高齢2型糖尿病患者のPhase angleと身体機能との横断的関連
庄子∙拓良（しょうじ∙たくろう）1、小榑∙健太（こぐれ∙けんた）1、戸田∙渚（とだ∙なぎさ）1、箱島∙真理子（はこしま∙まりこ）2、
勝山∙修行（かつやま∙ひさゆき）2、柳内∙秀勝（やない∙ひでかつ）2

1国立国際医療研究センター国府台病院リハビリテーション科、 
2国立国際医療研究センター国府台病院糖尿病・内分泌代謝内科

背景：生体電気インピーダンス法で得られるPhase angle（以下, PhA）は, その値が高いほ
ど細胞膜の生理的機能や構造が安定していることを表す. PhAと筋量や身体機能との関連
が報告されているが, 高齢糖尿病患者を対象にした研究は少なく, PhAがどのような身体機
能と関連するのかは明らかでない. 本研究では, 高齢2型糖尿病患者のPhAと身体機能との
関連を明らかにすることを目的とした. 方法：国立国際医療研究センター国府台病院に通院
中の高齢2型糖尿病患者を対象とした. 身体組成の評価には, マルチ周波数8電極体組成計

（Tanita, MC-780A）を使用し, 50kHzによるPhAを分析に用いた. 身体機能は, 握力, 5m
通常歩行時間, 片足立位時間, ペグ移動時間, 膝伸展筋力, 5回椅子立ち上がり時間を測定し
た. 統計解析は, 目的変数をPhA, 説明変数を各身体機能とした重回帰分析を男女別に実施
した. 共変量には, 年齢, 糖尿病神経障害, アルブミン値, HbA1c, Body mass index（以下, 
BMI）を投入した. 結果：分析対象者は195名であった（年齢 75.9±5.7歳, 男性 61.0％ , 
HbA1c 7.1±0.9％, BMI 24.7±3.8kg/m2）. 重回帰分析の結果, 男性ではPhAと握力（β
＝0.24; B＝0.03; 95% confidence interval（CI）: 0.01 to 0.04）, 5m通常歩行時間（β
＝-0.22; B＝-0.09: 95%CI: -0.15 to -0.02）, 膝伸展筋力（β＝0.25; B＝0.02; 95%CI: 
0.01-0.03）, 5回椅子立ち上がり時間（β＝-0.21; B＝-0.05; 95%CI: -0.09 to -0.01）と
有意な関連が認められた. 一方, 女性ではPhAと身体機能の間に有意な関連は認められな
かった. 結論：男性高齢2型糖尿病患者では, PhAが身体機能（筋力や歩行能力）の評価指標
となる可能性が示唆された.

P2-190-4
かかりつけ医との連携強化により良好な血糖マネジメントの維持が期待さ
れる2型糖尿病の1例
藤澤∙麻美（ふじさわ∙まみ）1、山本∙浩平（やまもと∙こうへい）2、森島∙穣（もりしま∙ゆたか）3

1NHO 北海道医療センター統括診療部、2NHO 北海道医療センター内分泌代謝・糖尿病内科、 
3NHO 北海道医療センター脳神経外科

【症例】57歳男性【主訴】構音障害，左片麻痺【既往歴】2型糖尿病，慢性腎臓病，心房細動【現
病歴】40歳で2型糖尿病と診断され，メトホルミン単剤でかかりつけ医にて加療中だった．
構音障害と左片麻痺が出現し救急要請，当院に搬送となり脳梗塞疑いで緊急入院となった．

【入院時検査所見】随時血糖値 255 mg/dl，HbA1c 8.9%，体重 92.1 kg，ΒΜI 33.0 kg/
m2，Cr 1.41 mg/dl．【臨床経過】心原性脳塞栓症と診断され，tPA療法を実施した．構音
障害と左片麻痺は改善した．一方で血糖マネジメントは不良であった．脳梗塞発症の要因
は肥満や持続する高血糖と考えられ，改善が得られなければ新たな合併症を招くリスクが
高いため，血糖降下薬の追加を提案した．患者からは経済面を心配する訴えがあったため，
現時点で適切な治療を実施することは，長期的な医療費の削減やQOLの向上に繋がり得
ることを，かかりつけ医との情報共有の上，詳細に説明した．患者の理解と同意が得られ，
強化インスリン療法とセマグルチド，エンパグリフロジンの導入に至った．第15病日で退
院となり，以降はかかりつけ医に病診連携とした．【考察】患者が治療薬の追加を受容した
理由として，脳梗塞を発症し，合併症の恐ろしさを身を持って理解したこと，また，詳細
な説明により，短期的な経済的負担が増大したとしても，長期的に有益性のある治療を患
者自身に理解していただけたことが考えられる．自覚症状の乏しい患者が治療継続をする
ためには，かかりつけ医と病態のみならず，患者の心理や生活環境の情報を共有する重要
性を再認識した．

P2-190-3
糖尿病患者の自己管理行動継続に対する援助―患者のセルフモニタリング
を家族間で共有する効果―
田中∙真由（たなか∙まゆ）

NHO 岡山医療センター心臓血管外科・循環器内科・内分泌代謝内科

1．研究目的　患者のセルフモニタリングの患者家族間共有が自己管理行動継続に効果があ
るかを明らかにする。2．研究方法1）対象：B氏、60歳代、男性。キーパーソンは妻。2）
期間：2022年11月～ 2023年3月3）データ収集方法（1）面接法（2）入院時と初回外来時
のHbA1cの値を測定4）分析方法（1）患者目標の達成状況を評価する項目、血糖値などの測
定値を自由に記入する項目から構成したセルフモニタリング用紙を使用し、目標達成状況
を評価（2）自己管理・家族支援の満足度、患者への関心などのインタビュー内容から自己管
理行動の変化を質的記述的に分析5）倫理的配慮：研究に参加することの利益並びに不利益
を説明し、いつでも撤回ができることを説明した。同意書を用いてインタビュー内容は録
音、使用後は破棄することを説明し、同意を得た。3．結果1）退院後のセルフモニタリン
グ用紙の記載率は100％、患者の目標達成率は85％であった。2）インタビュー結果【自己
管理の満足度】実施毎で10点満点中、5点から9点で推移した。【家族支援の満足度】退院
後は10点であった。【セルフモニタリング用紙の効果】患者・家族ともに意識づけになった
と発言があった。3）HbA1cは15.4%から退院3か月後8.2%へ改善した。4．考察・結論
セルフモニタリング用紙の使用で達成状況が明確になることが自己管理継続への意識づけ
に繋がり、継続することが自己管理への自信につながる。一方でセルフケアの心理的負担
を軽減する精神的配慮が必要である。また、患者自身が実行しやすい自己管理目標を設定し、
家族間での目標やセルフモニタリングの共有が患者の自己管理行動継続に効果的であった。
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P2-191-2
ポジショニングに難渋する重症心身障害児・者への側方ティルト付き車い
すの導入
石崎∙裕祐（いしざき∙ゆうすけ）

NHO 石川病院リハビリテーション科

はじめに　重症心身障害児・者は、臥位姿勢で過ごす時間が多く、重力等の影響を受け二
次障害として四肢の変形をきたす。今回、胸郭の扁平や強度な側弯、下肢の交差が強く姿
勢のバリエーションが少ない患者に側方ティルト付き車いすを導入したので報告する。症
例紹介 導入患者3名共、GMFCS：V。下肢の交差が強く、ベッドでの良肢位が難しく、
10年以上車いすを作成していない。ポジショニングでの問題点2名は下腿を下垂すれば下
肢の交差を弱めることができるが、左右差ありベッドで水平面での左右側臥位等は難渋。1
名は拘縮、筋緊張が強く、クッションでは支えきれない。側方ティルト付き車椅子を導入
するにあたって申請項目にはリクライニング、ティルトはあるが、側方ティルトは認めら
れていない。そのため特例申請を申請するのか、リクライニン・ティルトを申請し残りを
自費もしくは全額自費とするのか、側方ティルトをあきらめるかの選択をする必要がある。
導入後問題なく使用できている。療育参加時等採型した姿勢のまま側方に傾き視線を送る
ことができている。まとめ　側方ティルト付き車いすは、ベッドなど水平面でのポジショ
ニングに難渋する患者の体位変換のツールとして有用である。

P2-191-1
成人移行期の重症心身障害児の医療的ケア導入を導入に際し、住環境整備
に介入した一症例
山本∙章代（やまもと∙あきよ）1、並木∙亮（なみき∙りょう）1、上出∙杏里（かみで∙あんり）1、山野∙詩央（やまの∙しお）2、
中村∙知夫（なかむら∙ともお）3

1国立成育医療研究センターリハビリテーション科、2国立成育医療研究センター内分泌代謝科、 
3国立成育医療研究センター総合診療部

＜背景＞竹村ら（2014年）は重症心身障害児が思春期から成人期にかけて脊柱の変形・呼吸・
嚥下機能の悪化、誤嚥や感染症などを契機に急激に全身機能が悪化する際、親は生死に関
わる意思決定や医療的ケアの導入による生活・介護スタイル変更を余儀なくされると述べ
ているが、実際は変更に難渋することもある。今回、成人移行期に医療的ケア導入となり、
在宅移行支援に関わる機会を得たので報告する。
＜症例＞滑脳症、ウエスト症候群を併発した19歳女性。大島分類1レベル。高度の側弯及
び慢性的な高CO2血症による無気肺、嚥下障害を呈し、主治医から度々の気管切開の提案
をされていた。主たる介護者は母であった。
 ＜経過＞誤嚥を契機に急性呼吸不全を呈し緊急入院、ICU管理。両親は長期生存を希望され、
喉頭気管分離術、人工呼吸器管理となった。その後人工呼吸器離脱開始、また胃瘻管理となっ
た。退院時は、日中は人工鼻と酸素1L、夜間は人工呼吸器管理となった。
 ＜介入内容＞呼吸理学療法と並行して、院内や地域スタッフと連携し、母の介護スタイル
を尊重しながら生活の再構築に向けた福祉用具の選定、環境調整、動作指導を行った。ま
た訪問看護を複数カ所に増やし、地域での医療ケア体制の充実も図った。
 ＜考察＞本症例では成人移行のタイミングに医療的ケアの導入となったが、その際の在宅
移行支援には患児家族を支える地域サービスの充実や、成人病院への主治医移行をスムー
ズに行うこと、幼少期からの介護スタイルは尊重しながらも術後早期より適切な福祉用具
や環境調整の提案を多職種と連携して進める必要があると思われた。

P2-190-8
術後に中枢性尿崩症を発症した1例
岡崎∙由真（おかざき∙ゆま）1、米神∙裕介（こめかみ∙ゆうすけ）2、豊島∙幸憲（とよしま∙ゆきのり）2、石崎∙康代（いしざき∙やすよ）2、
嶋谷∙邦彦（しまたに∙くにひこ）2、太田∙逸朗（おおた∙いつろう）3

1NHO 広島西医療センター臨床研修部、2NHO 広島西医療センター外科、 
3NHO 広島西医療センター糖尿病・内分泌・代謝内科

【症例】85歳女性【経過】他院で直腸脱に対する経肛門手術を受けた後に上腹部痛を発症
し当院に救急搬送された． CTにて消化管穿孔と診断し緊急開腹し，直腸に穿孔を確認，
Hartmann手術を施行した．手術時間146分，輸液2700mL，出血100mL，尿量は術中
510mL，術後1150mLであった．術後1病日に飲水を開始．1 ～ 2病日は輸液1800mLに
対し尿量3000mL以上であったが，3 ～ 4病日は2200mL，1200mLと正常化し，尿量測
定を終了した．しかしその後食思不振と微熱が続き，10病日に血清Na162mmol/Lと上昇，
尿量を再測定し4時間値が500mL以上と判明した．尿浸透圧は283mOsm/kgと低値であ
り，中枢性尿崩症と診断し，同日よりバソプレシン2単位から開始，14単位まで漸増する
も1日尿量6000mL以上であった．15病日よりデスモプレシン60μgに変更したところ，
17病日には1690mLと低下した．以後デスモプレシンを漸減し，術後47病日に終了とした．
その後尿崩症の再発は認めていない．【考察】中枢性尿崩症は下垂体後葉からのバソプレシ
ン分泌低下により尿量増加をきたす病態であるが，本例の様に術後に発症する場合がある．
経過は一過性で抗利尿ホルモンの投与により改善するが，その発生機序は明らかにされて
いない．本例はバソプレシンが無効でデスモプレシンに変更後病態が改善した．その要因
として，バソプレシンは受容体選択性がなくV1受容体を介した血管収縮作用や平滑筋収縮
作用も有する一方，デスモプレシンは抗利尿作用にかかわるV2受容体の刺激作用が強い点
があげられる．

P2-190-7
チアマゾールにより好中球減少を呈した1例
岩永∙鴻之介（いわなが∙こうのすけ）、河田∙望美（かわた∙のぞみ）、江島∙英理（えじま∙えり）

NHO 佐賀病院内科

【症例】67歳女性。【病歴】X年1月から動悸が出現、2カ月間で7kgの体重減少あり、X年
3月に近医を受診。受診時採血でfT4　2.62ng/dl、TSH 0.002μIU/ml未満と甲状腺機
能亢進を認め、同日当院を紹介受診。甲状腺自己抗体結果を確認するまではヨウ化カリウ
ム100mg内服を開始し、甲状腺自己抗体陽性（抗Tg抗体47.1U/ml、TRAb 3.9IU/L、抗
TPO抗体 111IU/ml）を確認後、バセドウ病の診断としチアマゾール15mg内服を開始し
た。開始後12日目に38℃台の熱発、咽頭痛、倦怠感が出現し、夜間外来を受診。チアマゾー
ルによる無顆粒球症の初期症状を疑い、チアマゾール中止のうえ入院管理とした。【経過】
入院時検査では、白血球3200/μl（好中球2240/μl、リンパ球540/μl）、CRP0.43mg/
dl、胸腹部単純CTでは明らかな炎症示唆する所見は認めなかった。白血球減少はリンパ球
優位であり、無顆粒球症よりはウイルス感染の可能性も考え、二次性細菌性感染予防のた
め抗生剤投与を開始した。入院2日目より解熱傾向。入院3日目の血液検査では、白血球
2900/μl（好中球1131/μl、リンパ球1087/μl）と、進行する好中球の低下を認めたため、
チアマゾールによる好中球減少と判断。その後、入院5日目には白血球5000/μl（好中球
2395/μl、リンパ球1915/μl）と好中球回復を認めた。入院6日目で退院とし、アイソトー
プ治療や手術療法を含めた治療方針の相談目的で、県内の専門病院へご紹介した。【考察】
抗甲状腺薬による無顆粒球症は発症頻度0.35-0.45%ほどと稀ではあるが、治療開始後2カ
月以内に生じやすいと言われており、治療開始時の十分な患者説明と慎重なフォローアッ
プが必要と考える。
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P2-191-6
演題取り下げ

P2-191-5
体位ドレナージと機械的咳嗽介助の併用による日常的な気道クリアランス
により発熱回数が減少した重症心身障害児・者の症例
西崎∙武文（にしざき∙たけふみ）1、高木∙利栄子（たかき∙りえこ）1、阿部∙聖司（あべ∙せいじ）2、稙田∙里枝子（わさだ∙りえこ）3

1NHO 西別府病院リハビリテーション科、2NHO 西別府病院医療機器管理室、 
3NHO 西別府病院小児科

【はじめに】重症心身障害児・者の多くは呼吸器官の未発達や胸郭の変形、異常な筋緊張に
より呼吸機能が低く日常的な呼吸ケアが必要である。今回、呼吸器感染による発熱を繰り返
していた重症心身障害児・者に対し、体位ドレナージと機械的咳介助（以下:MAC）を併用
した呼吸理学療法を行い、発熱回数の減少が認められた症例を報告する。【症例紹介】20歳
台、女性。診断名は脳性麻痺、大島の分類は1。在胎39週、経腟分娩で出生、Apgar6/8、
NICUに入院。低緊張、吸啜障害、嚥下障害あり経管栄養。生後6か月に自宅退院。痙攣発
作の頻発により、てんかん治療と長期療養を目的に10代後半から当院に入院となる。小顎
や舌根沈下による上気道閉塞、分泌物貯留等のため、一過性の換気不良をきたし、時折酸
素療法を要する。現在、気管切開はしていない。食事摂取は胃ろうからの経管栄養で行っ
ている。【経過および結果】入院時から理学療法、作業療法介入。断続的に呼吸器感染をく
り返していた。202X年6月呼吸器感染により呼吸状態が悪化し経鼻気管挿管。状態改善後
より、気道クリアランスの効果を上げる目的でMACの前に腹臥位による体位ドレナージを
導入した。導入前後の10か月を比較すると37.0℃以上の発熱日数が124日から65日に減
少していた。【考察】MACは比較的中枢にある分泌物に対して有効と言われている。症例は
胸郭の変形があるため、分泌物が貯留しやすい部位を標的とした体位ドレナージを併用す
ることで気道クリアランス効果が上がり、感染の回数が減少したと考えられる。【倫理的配
慮】本報告にあたり症例の家族に研究の趣旨を説明し同意を得た。

P2-191-4
重症心身障がい児・者における体幹筋筋厚・筋輝度と肺炎発症との関連
田實∙裕嗣（たじつ∙ひろつぐ）1、南∙弘一（みなみ∙こういち）2、福元∙喜啓（ふくもと∙よしひろ）3、野田∙知秀（のだ∙ともひで）1、
芝崎∙嘉寿緒（しばさき∙かずお）1、坪井∙直人（つぼい∙なおと）1、嘉山∙聡太（よしやま∙そうた）1、日根野谷∙昇（ひねのや∙のぼる）1、
小松∙勝幸（こまつ∙かつゆき）1、井下∙兼一郎（いのした∙けんいちろう）4

1NHO 和歌山病院リハビリテーション科、2NHO 和歌山病院小児科、 
3関西医科大学リハビリテーション学部、4NHO 南京都病院リハビリテーション科

【はじめに、目的】重症心身障がい児・者（以下，重症児・者）は肺炎を含む呼吸器感染症を合
併しやすく，死亡原因の主な一つとされている。高齢者において骨格筋量の低下は肺炎の
発症や再発に関連していることが報告されている。重症児・者においても骨格筋量が低下
しているため，肺炎を発症しやすいことが考えられるが，渉猟しえた限りではこれらの関
連性を調べた研究は見当たらない。そこで本研究は重症児・者の筋厚・筋輝度が肺炎の発
症に及ぼす影響を検討することを目的とした。【方法】対象者は当院へ入院している重症児・
者71名とした。ベースラインの評価として気管切開，人工呼吸器使用，側弯や過去1年間
の肺炎発症の有無，栄養摂取状態，アルブミン値，平均離床時間，身体属性の情報を得た。
超音波画像診断装置を用いて行い、腹直筋，内・外腹斜筋，腹横筋の筋厚と筋輝度を評価した。
ベースラインから半年間のフォローアップ期間に，肺炎を発症した者を肺炎群，発症しな
かった者を非肺炎群とした。統計解析としてベースラインにおける群間比較を行った。ま
た肺炎の発症に関連する要因を抽出するため，従属変数として肺炎の発症を，独立変数と
して群間比較にて有意差を認めた項目を投入したロジスティック回帰分析を行った。【結果】
群間比較の結果，気管切開と過去1年間の肺炎発症の有無，栄養摂取状態，内腹斜筋筋厚に
おいて有意差を認めた。ロジスティック回帰分析の結果，肺炎の発症には内腹斜筋筋厚が
有意な関連を示した。【結論】重症児・者における肺炎の発症には内腹斜筋筋厚が関連して
いた。重症児・者の肺炎発症は内腹斜筋の筋厚減少によって予測できることが示唆された。

P2-191-3
四つ這い動作の経験が歩行獲得の一助となった，コルネリア・デ・ランゲ
症候群の一症例
藤田∙貴登（ふじた∙たかと）、下川∙亜希子（しもかわ∙あきこ）、中本∙久一（なかもと∙ひさかず）

NHO 敦賀医療センターリハビリテーション科

【はじめに】コルネリア・デ・ランゲ症候群は特徴的な顔貌，発育不全，知的障害，上下肢
の異常等を呈する奇形症候群である．　歩行を開始するまでに四つ這い動作を発現した乳
幼児が87.6％と報告されている．今回，運動発達遅延を認めていたが，四つ這い動作練習
により歩行に必要とされる体幹・上下肢の運動が得られ，歩行獲得の一助となった症例に
関して報告する．【症例紹介】症例の出生情報は不明．1歳7 ヵ月まで自宅で生活していたが，
呼吸状態悪化により他院に入院し，気管切開による人工呼吸器管理となった．2 ヵ月後に当
院へ転院となった．【理学療法経過】前任PTから引き継ぎ6歳8 ヵ月に介入．初期評価で端
坐位までは自立していたが，身体への接触や，手掌，足底で硬い素材の接触を嫌がったこ
とから感覚異常を疑った．このため座位姿勢からの起立歩行は困難．運動発達レベルは遠
城寺式乳幼児分析的発達検査で8 ヵ月．意思疎通はできず，動作抑制を嫌がった．手足の
接地を目標に，マット上で玩具を使用した追視からリーチ動作やon handを促し，さらに
四つ這い姿勢に移行できるよう治療した．身体の接触を嫌がったため難渋したが，四つ這
い姿勢から段差を登る際に四つ這い動作が可能に，四つ這い姿勢から玩具を前方に提示す
ることで上肢のリーチ動作により肩甲帯・体幹・骨盤周囲の同時運動が可能になった．7歳
2 ヵ月で四つ這い姿勢からの立ち上がりが可能に，7歳11 ヵ月で独歩が可能となった． 【ま
とめ】座位から四つ這い姿勢の過程で感覚異常に対してアプローチし，歩行に必要とされる
肩甲帯・体幹・骨盤周囲の筋活動を四つ這い動作から得られたことで歩行獲得につながっ
たと考える．
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P2-192-1
ExacTrac Dynamicを用いた左乳房に対する深吸気息止め照射の初期経験
伴∙春奈（ばん∙はるな）1、東野谷∙光弘（ひがしのや∙みつひろ）1、辻本∙豊（つじもと∙ゆたか）1、谷端∙英典（たにばた∙ひでのり）1、
水野∙雄貴（みずの∙ゆうき）1、上川∙紗菜（うえかわ∙さな）1、進藤∙雅之（しんどう∙まさゆき）1、名取∙晃大（なとり∙こうだい）1、
濱田∙啓祐（はまだ∙けいすけ）1、西野∙敏博（にしの∙としひろ）1、田中∙裕（たなか∙ゆたか）2、田中∙英一（たなか∙えいいち）2、
小島∙健吾（こじま∙けんご）3、八木∙雅史（やぎ∙まさし）4、勝木∙翔平（かつき∙しょうへい）4

1NHO 大阪医療センター放射線科、2NHO 大阪医療センター放射線治療科、 
3Brainlab社放射線治療ビジネス部、4大阪大学大学院医学系研究科

【目的】2023年から、ExacTrac Dynamic（Brainlab社）を用いた左乳房に対する深吸気
息止め照射が可能となった。当院では2023年7月より臨床運用を開始したので、その初
期経験を報告する。【方法】従来、深吸気息止め照射はVarian社Respiratory Gating for 
Scanners（以下RGSC）や、Abches（エイペックスメディカル株式会社）用いて、息止め
CBCTによる画像誘導放射線治療（以下IGRT：image-guided radiatiotherapy）を行っ
ていた。照射中はRGSCやAbchesによる呼吸モニタリングと、Electric Portal Imaging 
Device（以下EPID）を用いたシネ撮影による照射位置確認をしていた。新しい方法では
ExacTrac Dynamicの体表面検出器とX線位置決め装置を用いてIGRTと呼吸モニタリング
が可能となった。照射中の位置確認は従来法と同様に行った。【成績】従来法では35分ほど
かかっていた左乳房に対する深吸気息止め照射を、15分程度で行うことができた。また、
RGSCやAbchesでは呼吸モニタリングは腹部のものとなるが、ExacTrac Dynamicを用
いる場合は胸部での呼吸のモニタリングが可能となった。【結論】ExacTrac Dynamicを用
いた左乳房に対する深吸気息止め照射を経験した。

P2-191-9
外来通院の重度知的障害患者に対してホームプログラムを促した一例
川上∙泰平（かわかみ∙たいへい）1、金兼∙千春（かねがね∙ちはる）1

1NHO 富山病院リハビリテーション科、2NHO 富山病院小児科

【はじめに】左大腿骨人工骨頭置換術既往のある外来通院患者に対し、自宅で行える腹臥位
保持をカレンダーとシールを用いることで継続的な実施を促した。結果、本人が能動的に
取り組むことができ、実施率の向上・姿勢の改善がみられた。しかし、実施率の低下とと
もに効果が落ちた。継続的な実施の重要性を考えさせられる一例であるため報告する。【症
例】40歳代男性。重度知的障害で、月2回の外来受診をしている。生下時に口唇口蓋裂、
鎖肛などの奇形あり、原因疾患の精査を受けたが明らかな異常はなかった。てんかん発作
時に左大腿骨骨頭下骨折、人工骨頭置換術施行。左股関節へのアプローチに抵抗が強く、
他動運動に難渋する。Barthel Index :55点、独歩可能。【介入内容】外来患者のため、自宅
で自重での強制的な股関節伸展を促す腹臥位保持を10分間行うよう指導。実施後はカレン
ダーに自分でシールを貼ってもらい、能動的な行為として習慣づけを図る。【経過／結果】
経過とともに実施率が向上。それとともに左股関節他動運動時の抵抗感は軽減し、立位時
の股・膝関節屈曲角度は減少した。また、母の声かけで徐々に自分でキッチンタイマーを
用意して行うなど能動的に取り組むようになり、本人の姿勢にも変化がみられた。しかし、
施設入所のタイミング以降、実施率が低下。それとともに立位時の下肢屈曲角度は増強した。

【まとめ】外来患者に対して、自宅での継続的な実施を促すことで効果がみられた。継続し
て行ってもらうために工夫する必要がある。

P2-191-8
重度心身障害児・者における頭部褥瘡に対し改善を目的とした枕作製の経験
藤田∙龍一（ふじた∙りょういち）1、小林∙麻美（こばやし∙あさみ）2、後藤∙知江（ごとう∙ともえ）2、吉田∙理紗（よしだ∙りさ）3、
石原∙あゆみ（いしはら∙あゆみ）4、三方∙崇嗣（みかた∙たかし）1,5

1NHO 下志津病院リハビリテーション科、2NHO 下志津病院看護部、3NHO 下志津病院療育指導室、 
4NHO 下志津病院小児神経科、5NHO 下志津病院神経内科

【はじめに】
重心病棟において褥瘡が頭部にでき治癒に難渋している患者が複数人いる.そのため,主治
医より治癒促進を促すために枕作製の依頼が理学療法にあった.

【目的と方法】
枕作製時における注意点を明らかにすることを目的とした.看護師,児童指導員と連携を図
り,仮作製を行い実際に患者へ使用して修正を繰り返した.

【症例】
水頭症,発達遅滞,症候性てんかんを罹患した14歳,男性.　2018年活気が低下し自発呼
吸が低下し挿管され,人工呼吸器管理となった.2020年より当院の重心病棟に入院.褥瘡は
2020年より耳介に出血があり,2023年後頭部に発症し,治癒と再発を繰り返している.水
頭症により頭部の皮膚が薄いことや2型糖尿病の合併も難治している理由の一つであるこ
とが推察された.

【作製のポイント】
頭部の形状に合わせ基本的な枕はV字の谷状構造とした.体位交換のバリエーションが背臥
位と右側臥位であったので両姿勢に対応するためにV字の幅を調整した.頚部屈曲による
カニューレと下顎の接触を避けるよう高さを調整した.誰が担当しても同じように設置でき
るように肩下に入れる部分に段をつけて明示した.緊張の後に元に戻るかモニタリングを実
施した.カバーを試すために一枚敷いて試用する.また,メッシュ素材を選択して除湿を図
る.素材の硬さを調整した.

【まとめ】
難治性の褥瘡治癒促進のため,枕の作製を行った.枕の作製に特徴的なポイントが見つかっ
た.様々な姿勢で評価を必要としたため,多職種の連携と協力があって完成に至った.今回得
た知見を活かして,患者さんが安楽に過ごせる一人ひとりに合わせた枕作製を援助していき
たい.

P2-191-7
変形のある重症心身障害児・者に対して姿勢変換による呼吸状態の変化を
視覚的に評価した一例
宮崎∙稜（みやざき∙りょう）、稙田∙里枝子（わさだ∙りえこ）、阿部∙聖司（あべ∙さとし）、和田∙将哉（わだ∙まさや）

NHO 西別府病院リハビリテーション科

【はじめに】重症心身障害児・者（以下、重症児・者）は変形や筋緊張の異常を伴う患者が
多く、それに付随して呼吸障害も問題視されている。しかし、変形のある患者に対して姿
勢調整は実施されているものの厳密な効果判定や呼吸機能の評価は重症児・者の個別性
の高さ故に十分にできていない。今回、臨床工学技士と協力してElectrical Impedance 
Tomography（以下、EIT）と言う非侵襲的に生体インピーダンスを測定し、その変動を元
に肺の換気分布を可視化できる機器を使用。変形のある症例に対して視覚的に換気状態を
評価したため、報告する。【症例紹介】20歳代男性。診断名は脳性麻痺。自宅にて生活して
いたが、呼吸状態の悪化やそれによる熱発を繰り返し、治療目的で入院。気管切開は行っ
ていないものの胸郭を含む変形や易緊張性の影響のため、酸素療法を必要としている。栄
養は胃瘻造設による経管栄養摂取。【評価方法】安静時ベッド上背臥位で姿勢を基本とし、
他の体位や車椅子座位およびMAC実施前後での換気分布を測定、評価した。【結果】ベッド
上安静時では右背側が乏しく、左右差も見受けられる。一方、車椅子座位では左右均等となっ
たものの背側の換気分布の減少がみられた。MAC実施前後では広い範囲での換気の改善。
姿勢に関わらず左右均等性がみられた。【考察】ベッド上背臥位と比較し、車椅子座位では
本人の変形に合わせて座面およびクッションの調整をしていることやティルト機構の使用
による後方への荷重が背側の換気分布減少に繋がったと考えられる。またMAC実施前後で
は排痰による換気機能自体の改善も考えられ、姿勢調整による呼吸機能の変化だけでなく
MACによる介入の有用性も示唆された。
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P2-192-5
アンダーウェアと体表面モニタリングシステム：骨盤部領域放射線治療の
新たな試み
瀬戸西∙徳人（せとにし∙のりひと）、當∙幸平（あたり∙こうへい）、池田∙敏久（いけだ∙としひさ）、有満∙誠（ありみつ∙まこと）、
高江洌∙伸（たかえす∙しん）

NHO 南九州病院放射線科

【目的】これまで放射線治療セットアップ時の位置誤認防止や位置照合の補助を目的として
皮膚マーキングを活用してきた。しかし、皮膚マーキングは患者の心理的負担や生活の質
を低下させるなどの影響が指摘されている。今回、体表面モニタリングシステム（IDENTIFY）
の導入により骨盤部領域放射線治療において皮膚マーキングを省略し、羞恥心に配慮して
アンダーウェアを着用させることで治療位置精度を保ちながら患者負担を軽減する取り組
みを行った。【方法】骨盤ファントムに既知のアイソセンタをマーキングし皮膚マークでの
セットアップをおこないIDENTIFYにて差分を測定。これがIDENTIFYのセットアップ誤
差となる。次に4種類のアンダーウェアを骨盤ファントムに着用させ、皮膚マークにてセッ
トアップをおこないIDENTIFYにて差分を測定。これらの差分値から先ほどのIDENTIFY
のセットアップ誤差を引いた値をアンダーウェア着用時のセットアップ誤差とする。これ
らについて比較検討を行った。【結果】各アンダーウェア着用時のセットアップ誤差は腹背/
頭尾/左右（cm）/Yaw/Pitch/Roll（°）で-0.62/-1.8/-0.31/0.49/0.01/-3.45（トランクス）、
-0.24/0.01/-0.1/0.64/-1.65/-0.01（ ブ リ ー フ ）、-0.13/-0.13/-0.07/0.43/-0.98/0.02

（フィックス）、-0.09/0.13/-0.03/0.33/-1.17/0.29（ボクサー）であった。【結論】フィッ
トしたアンダーウェアを着用することで、セットアップ誤差は小さく抑えられ、皮膚マー
キングと同等の治療位置精度が保たれることが確認できた。これにより皮膚マーキングを
省略しアンダーウェアを着用することが可能となり、患者の心理的負担の軽減や生活の質
の向上が期待される。

P2-192-4
セットアッププロトコル見直しによる体表面監視装置を使用した放射線治
療セットアップエラーの向上
村田∙百花（むらた∙ももか）、田中∙大策（たなか∙だいさく）

NHO 小倉医療センター放射線科

【目的】当院では，体表面監視装置（以下、カタリスト）を導入し、乳がん術後照射に対して、
スキンマーカーによる位置決めの補助として使用している。2023年10月，カタリストを
使用した放射線治療の位置照合精度向上のためにプロトコルの見直しを行った．そこで，
見直し前後の位置照合精度について比較評価を行った.【方法】2023年10月以降，1．患者
ポジショニングの再現性，2．カタリストカメラ設定の2項目に関して見直したセットアッ
ププロトコルを適用して放射線治療を行った．初回治療時にCBCTを用いて誘導した患者
の治療位置を基準として,その位置に対してカタリストが算出した左右・頭尾・腹背の並進
3方向のシフト量をセットアップエラーと定義した.その平均値と標準偏差，3方向のシフ
ト量の合計移動量，及び3軸とも許容値5mm以内であった割合について，プロトコル見直
し前の135症例と見直し後の11症例との間で比較評価を行った．【結果】見直し前のセット
アップエラーは，左右が-0.53mm±2.90，頭尾-0.30mm±4.11，腹背-0.19mm±2.37，
移動量は4.70mm,3軸とも許容値内であった割合は71.1％だった.一方,見直し後は，左右
が1.16mm±2.28，頭尾1.22mm±1.69，腹背0.43mm±1.55移動量は3.25mm,3軸
とも許容値内であった割合は90.9％となり，すべての項目で見直し後の方が向上した.【考
察】ポジショニングの再現性，カメラ設定の最適化により,セットアップエラーによる位置
照合精度が向上したと考えられる. 【結論】プロトコル見直しにより，カタリストを使用した
乳がん術後放射線治療における、患者ポジショニング精度が向上できた.

P2-192-3
光学式体表面トラックキングシステム Catalyst の使用経験について
舩田∙典宏（ふなだ∙のりひろ）

NHO 浜田医療センター放射線科

【目的】当院では2024年3月に放射線治療装置の更新により, ELEKTA社製Infinityが導入
された. それに伴い, 可視光を用いる光学式体表面トラックキングシステム Catalystを導入
した. これにより, 放射線を用いず, リアルタイムで体表面を観察しながらセットアップを
行うことが可能となった。今回, Catalystを使用した際の有用性を調べた.【方法】CBCTと
Catalystのカウチ移動の差を比較してCatalystが位置合わせの精度を十分に担保可能か確
認した. Catalystを用いる場合, 一人あたりのリニアック室使用時間が短縮可能か調べた. 
また, 吸引式体幹部固定具の有無の状態ついても調査をした. 【結果】CBCTとCatalystの
カウチ移動の差を比較してCatalystが位置合わせの精度を十分に担保できた結果となった. 
Catalystの使用時では,リニアック室使用時間が短縮可能となった. 固定具の有無について
は, 固定具が有る場合でセットアップ時間を短縮できた. 【結語】自験例の結果よりCatalyst
の位置精度は十分に担保できるため, Catalystのみでセットアップが可能となった. 一人あ
たりのリニアック室使用時間が平均的に短縮できた. これについては、マーカーに関する手
技が必要ないため, 時間短縮に繋がった. 固定具有無については, 固定具有りに比べ, 固定
具がない状態では,Pitch,Roll,Yaw3方向での変化が多いため, 固定具を用いた場合,少ない
時間でセットアップ可能となった. よって, 固定具を用いて放射線治療を行うことが有用で
あると考えられる.結果, Catalystを使用することでスループット向上に繋がった. そして, 
マーカーレスにより, 患者さんのマーカーに対する精神的な負担もなくなっている.

P2-192-2
放射線治療における呼吸管理システムを用いた呼吸停止時位置精度評価
高松∙英莉子（たかまつ∙えりこ）

国立国際医療研究センター病院診療放射線部門

【目的】左乳がんに対する放射線治療において、心臓への照射を避けるために、深吸気呼吸
停止下での照射（以下、DIBH法という）が有効である。当院では、呼吸コーチングデバイス
および腹壁付近の動きをデジタル信号化したデジタル呼吸波形を用いて患者の吸気量の制
御を行う。これにより、吸気量および胸郭位置の再現を図っている。また、治療直前およ
び治療中に標的付近の画像を取得し、位置の確認を行っている。同一の方法により、胸部
標的付近の位置精度について評価した報告はない。そこで、デジタル呼吸波形を監視下で
の標的付近の位置精度を後方視的に評価した。また、監視したデジタル波形の再現性を評
価した。【方法】2023年4月から2024年3月の間にDIBH法により左側乳がんに対する全
乳房照射を行った症例を対象とした。標的付近の位置再現精度は、治療直前および治療中
に取得した画像より胸郭位置を計測することにより評価した。さらに、デジタル呼吸波形
より振幅を算出し、各深吸気呼吸停止時の吸気量の再現性を解析した。【成績】治療直前お
よび治療中に取得した画像より、胸郭位置の差異は平均0.3mmであった。さらに、デジタ
ル呼吸波形の振幅差は平均0.2mmであった。【結論】デジタル呼吸波形監視下でのDIBH法
は、標的付近の位置精度が約1mmであった。コーチングデバイスおよびデジタル波形の監
視下で照射をすることにより、標的付近が良好な再現性が確保できることを示唆した。
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P2-193-3
Total neoadjuvant therapyにて病理学的完全奏効を得た局所進行直腸
癌の1例
小野∙奎一郎（おの∙けいいちろう）、池端∙昭慶（いけばた∙あきよし）、松本∙幹大（まつもと∙みきひろ）、東∙尚伸（ひがし∙ひさのぶ）、
江頭∙有美（えがしら∙ゆみ）、津和野∙伸一（つわの∙しんいち）、柳∙在勲（りゅう∙じぇふん）、早津∙成夫（はやつ∙しげお）

NHO 埼玉病院消化器外科

【背景】局所進行直腸癌の治療では、局所再発や遠隔転移の制御向上を目的として、術前放
射線治療に全身化学療法を追加するTotal neoadjuvant therapy（TNT）が、欧米では標準
治療の1つとなりつつあり、近年注目されている。【症例】70歳代、女性。血便を主訴に当
院を受診し、進行直腸癌と診断され、加療目的に当科紹介された。原発巣は肛門管に及び、
膣から子宮頸部への浸潤と右側方リンパ節転移を伴う局所進行直腸癌であった。局所なら
びに遠隔転移制御を目的として、TNTを施行した。短期放射線治療（SCRT）を行い、全身
化学療法（Capecitabine＋Oxaliplatin：CAPOX）を4コース施行した。効果判定では、
原発巣とリンパ節転移の著明な縮小を認め、根治切除可能と判断した。腹腔鏡下腹会陰式
直腸切断術、子宮膣後壁合併切除、右側方リンパ節郭清を施行した。病理組織学的に腫瘍
の遺残は認めず、組織学的治療効果判定は、Grade 3（病理学的完全奏効： pCR）と診断さ
れた。術後補助化学療法として、全身化学療法（CAPOX）を2コース施行し、術後1年経過
後も無再発生存中である。【結語】局所進行直腸癌に対するSCRT＋CAPOXを用いたTNT
は安全に施行可能であった。TNTは、高いpCR率が期待され、局所進行直腸癌に対する有
効な術前治療の1つと考えられた。

P2-193-2
結腸右半切除術を行って救命しえた壊死型虚血性大腸炎の一例
金瀧∙龍峰（かなたき∙りゅうほう）、内田∙文武（うちだ∙ふみたけ）、鄭∙暁剛（てい∙しょうこう）、
丸山∙圭三郎（まるやま∙けいざぶろう）、黨∙和夫（とう∙かずお）

NHO 嬉野医療センター教育研修部

虚血性大腸炎のうち、壊死型の頻度は少ないが、予後は不良である。今回われわれは、壊
死型虚血性大腸炎による急性汎発性腹膜炎に対して、緊急手術を行った一例を経験したの
で報告する。症例は 80 歳代女性で、心不全のため、前医入院中であった。腹痛が出現し、
その後嘔吐も認めた。精査加療目的に当院を紹介受診し、腹部全体に筋性防御を伴う圧痛
を認めた。腹部単純 CTで多量の腹水を認め、急性汎発性腹膜炎の診断で緊急手術を行った。
腹部正中切開で開腹したところ、黄褐色の腹水を認めた。上行結腸から横行結腸にかけて
壊死をきたしており、壊死型虚血性大腸炎と診断した。結腸右半切除術を行い、小腸と結
腸による双孔式人工肛門を造設し手術を終了した。壊死型虚血性大腸炎は早期に診断する
ことは困難なことが多く、本症例のように急性汎発性腹膜炎の診断で手術されることが多
い。発症から手術までに時間を要した場合、救命が難しくなるため、腹膜刺激症状や代謝
性アシドーシス、全身性炎症反応症候群がみられ、原因の特定が困難な場合、本疾患も念
頭におく必要がある。

P2-193-1
盲腸癌合併急性虫垂炎の2例
江崎∙友淳（えさき∙ともあつ）、宮崎∙健介（みやざき∙けんすけ）、小川∙伸一郎（おがわ∙しんいちろう）、峯∙由華（みね∙ゆか）、
森内∙博紀（もりうち∙ひろき）、円城寺∙昭人（えんじょうじ∙あきひと）

NHO 佐賀病院外科

【症例1】51歳男性。1 ヶ月前より発熱、腹痛。腹痛増強のため当院受診。筋性防御ないも
のの下腹部正中に圧痛を認めた。白血球17300/μl、CRP49.84mg/dl。CTで回盲部背側
に虫垂由来と思われる腹腔内膿瘍を認めた。経皮的ドレナージ困難であること、全身状態
が安定していることから、まず保存的加療としたが炎症反応の改善がなかったため腹腔鏡
下膿瘍ドレナージを施行した。癒着性腸閉塞での加療を要したものの、全身状態、炎症反
応ともに改善し退院。follow up CTで盲腸に壁肥厚を認め、内視鏡検査では同部に1型腫
瘍を認め、生検で中分化腺癌の診断であった。遠隔転移を認めず、加療開始3 ヶ月後に盲
腸癌根治目的に腹腔鏡下結腸切除術を施行した。【症例2】69歳女性。腹痛で救急搬送。右
下腹部に反跳痛を伴う圧痛を認めた。CTで脂肪織濃度上昇を伴う虫垂腫大および盲腸の全
周性壁肥厚を認めた。傍大動脈リンパ節の腫大、右肺に結節を認め、盲腸癌およびその遠
隔転移と評価した。腹痛改善ないため、準緊急で腹腔鏡下回盲部切除術を施行した。摘出
標本で中分化腺癌と確定診断された。経過良好で自宅退院。術後、切除不能盲腸癌として
化学療法を開始した。【考察】急性虫垂炎の原因は虫垂開口部の閉塞による内圧上昇が最多
である。閉塞の多くは糞石によるもので、腫瘍による閉塞は0.2 ～ 1.8%と稀である。急性
虫垂炎に対しては緊急虫垂切除を行うことも多いが、盲腸腫瘍合併例においては切除範囲
不足や腹膜播種の危険性もあるため術前診断として腫瘍合併の有無は重要である。【結語】
急性虫垂炎の診断においては、治療戦略や切除範囲の決定のため、盲腸腫瘍合併の可能性
を考慮した術前評価が重要である。

P2-192-6
Oリング型放射線治療装置「Halcyon」の導入と臨床使用について
島本∙惟（しまもと∙ただし）1、小野∙敏輝（おの∙としき）1、下新∙和仁（しもしん∙かずひと）1、浅井∙美子（あさい∙みこ）1、
上原∙和夏子（うえはら∙わかこ）1、大浦∙弘樹（おおうら∙ひろき）1、田川∙尚美（たがわ∙ひさみ）2

1NHO 九州医療センター放射線部、2NHO 九州医療センター看護部

2023年6月、旧装置のサポート終了に伴い、国立病院機構導入第1号となるOリング型放
射線治療装置Halcyonの運用を開始したので報告する。Oリング型のガントリを採用する
ことで、ガントリと患者が接触する危険性が無く、回転速度は同社の汎用型リニアックの
最大4倍である。そのため、治療時間の短縮や、照射門数、Arc数の増加が可能となった。
また、開口径は直径100 cm、寝台の最低地上高は62.5 cmであり、患者やスタッフにとっ
て安全な設計となっている。今回の治療装置更新における課題は、「治療停止期間を短く
する」「追加の遮蔽工事を施工しない」という2点であった。Halcyonはシンプルに設計さ
れており、治療開始までの準備期間が大幅に短縮可能な装置である。治療停止期間の最短
化については、基準ビームデータを用いることで、コミッショニング期間を大幅に短縮す
ることが可能であった。また、治療装置には鉛16cmの対向板が設置されており、漏洩線
量の抑制、高い遮蔽能力を有しており、追加の遮蔽工事は不要であった。そのため、機器
搬入から約1カ月で装置立ち上げが完了し、2か月後には治療を再開できた。装置稼働後、
Halcyonを使用した全脳全脊椎照射（CSI）を経験した。4つのアイソセンターを設定し、各
アイソセンターにおいて強度変調放射線治療を行った。CSIでは照射野つなぎ目の線量が問
題となる。そのため、照射野を8cmオーバーラップさせ、Auto feathering機能を用いて
線量勾配をなだらかにすることで、照射野の重なりによる線量の増減を気にすることなく
治療が可能であった。Halcyonは短期間の設置と治療開始が可能であり、スループット向
上も期待できる放射線治療装置であった。
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P2-194-1
HIV感染後に進行性多巣性白質脳症による失語を発症し、入院中、治療に
拒否的となった患者に外来看護師が介入し多職種で支援した1例
佐々木∙晃子（ささき∙あきこ）、鈴木∙佳奈子（すずき∙かなこ）、鈴木∙弥生（すずき∙やよい）

NHO 仙台医療センター看護部

【背景】HIV感染後、進行性多巣性白質脳症（以下、PML）による失語となり、入院中治療に
拒否的となった患者に、外来看護師が介入し多職種で支援し、治療に協力的となった経過
を報告する。【臨床経過】A氏（40代男性）はX年、HIV感染症と診断、外来通院していたが

「メールが理解できない」と訴え、精査でPMLと診断され入院。失語は急速に進行し医療者
の説明を理解できず、気持ちの言語化も困難となり、治療に拒否的となった。【活動内容】
外来看護師として、治療に真摯に向き合っていたA氏を知っており、回復意欲を引き出し
たいと考えた。PMLは治療法が確立されておらず、MRIや髄液検査による評価が必須だが、
侵襲の大きい検査に特に拒否が強く、A氏の理解が必要だった。多職種カンファレンスで関
わりを検討した。HIV専門医と脳神経内科医により、主たる病巣が左側頭葉にあり、感覚性
優位の混合性失語と診断。言語聴覚士より画像、ひらがな、数字は理解しやすいと助言が
あり、1.医師と連携し定期的にMRI画像で病状を説明、2.病棟看護師と協力し予定はイラ
ストで示す、3.家族との外出で気分転換を図る、4.心理士と協力しA氏の思いが汲み取れ
るよう、語りを聞く時間を持つ等支援した。次第に表情が穏やかになり治療に協力的となっ
た。リハビリ転院も検討したが、時折会話が成立すると「家に帰りたい」と希望され、短期
入院を繰り返しながら療養を継続する方針となった。【考察】多職種と横断的に関わること
で、チーム医療の力が発揮され、治療への理解につながったと考える。【結論】外来看護師
は入院下においてもチーム医療の一員であり、要となり得る存在で、多職種の専門性を連
動させることに貢献できる。

P2-193-6
消化管アミロイドーシスが原因と考えられた腸重積の1例
本山∙奈佑（もとやま∙なゆう）、川崎∙千瑛（かわさき∙ちあき）、中間∙拓雄（なかま∙たくお）、渡邊∙晴貴（わたなべ∙はるき）、
小粥∙真実（おかい∙まこと）、大石∙裕佳（おおいし∙ゆか）、藤原∙大樹（ふじわら∙ひろき）、木村∙安希（きむら∙あき）、
山本∙悠史（やまもと∙ゆうじ）、村上∙崇（むらかみ∙たかし）、木村∙準（きむら∙じゅん）、清水∙哲也（しみず∙てつや）、
松田∙悟郎（まつだ∙ごろう）、藤井∙義郎（ふじい∙よしろう）

NHO 横浜医療センター外科

【背景】アミロイドーシスは, アミロイドと呼ばれる線維状の異常蛋白質が臓器に沈着して機
能障害を起こす疾患である. 特に消化管はアミロイド沈着の頻度が高く, 出血や腸閉塞, 消
化管穿孔を引き起こすことがある. 消化管アミロイドーシスを原因とした腸重積は稀であ
り, 医中誌で検索すると本邦では2例の報告のみであった. 一般的に成人の腸重積では腸管
の腫瘤性病変が原因となることが多いが, 炎症性腸疾患などを背景に腫瘤性病変を認めない
腸重積の報告も散見される.【症例】60歳代男性. 慢性関節リウマチに伴うアミロイド腎症に
対する加療中に腹痛を発症した. 腹部造影CT検査で上行結腸にTarget signを認め, 腸重
積と診断した. 先進部に腫瘤性病変は認めなかった. 消化管腫瘍またはアミロイドーシスの
可能性を考え, 緊急で開腹手術を施行した. 術中所見では回腸末端が盲腸に嵌入しており, 
Hutchinson手技で嵌入腸管を整復すると回腸-回腸の重積腸管が更に盲腸から上行結腸に
重積していた. 重積部位は50cm長で壊死していたため, 回盲部切除術を施行した. 切除標
本では先進部に重積の原因となるような腫瘤性病変はなかったが, 病理組織学的検査で壊死
病変の口側腸管に好酸性物質の沈着を認め, 沈着物はコンゴーレッド染色陽性,免疫組織学
的検査で抗AA抗体陽性であり,消化管アミロイドーシスと診断された.【結語】腫瘤性病変を
伴わない消化管アミロイドーシスが原因と考えられた腸重積の症例を経験したので, 若干の
文献的考察を加えて報告する.

P2-193-5
大腸に限局するMALTリンパ腫の1例
井關∙綾乃（いせき∙あやの）1、川岸∙加奈（かわぎし∙かな）1、迎∙美幸（むかえ∙みゆき）1、菅野∙聡（すがの∙さとし）1、
武内∙久旺（たけうち∙ひさてる）1、佐野∙達哉（さの∙たつや）1、齋藤∙公哉（さいとう∙こうや）1、和田∙尚久（わだ∙なおひさ）1、
安達∙献（あだち∙けん）1、市邉∙花奈（いちべ∙かな）2、本多∙将吾（ほんだ∙しょうご）3、堀田∙綾子（ほりた∙あやこ）3

1NHO 相模原病院消化器内科、2NHO 相模原病院血液内科、3NHO 相模原病院病理診断科

【症例】79歳、男性。【現病歴】202X年Y-4月に便潜血陽性にて前医で下部消化管内視鏡検
査（CS）を施行し、複数の腫瘍性病変を指摘された。【経過】多発大腸腫瘍の内視鏡治療目的
にY-3月下旬に当院を紹介受診した。CSにて上行結腸、直腸に腫瘍を認め内視鏡的粘膜切
除術（EMR）を施行した。病理組織学的所見は、高分化型腺癌であった。S状結腸にIIa病変
を認め、大型であるため粘膜下層剥離術（ESD）が望ましいと判断され、Y月初旬に同病変
に対する精査、加療目的で入院した。この際のCSでは腸管内には平坦陥凹病変を多数認め、
上行結腸の1病変に対しEMRを施行した。S状結腸のIIa病変は、病変の表面に樹枝状の血
管構造を認め、ESDを施行した。両病変ともに、病理組織学的所見ではHE染色で粘膜固有
層から粘膜下層にかけて中型のリンパ球の増生を認め、免疫染色の結果、MALTリンパ腫
と診断された。全身検索として上部内視鏡検査、PET-CT、骨髄穿刺等を施行したが原発巣
となる腫瘍性病変を認めず大腸に限局するMALTリンパ腫と考えられた。今後血液内科に
て治療予定である。【結語】大腸MALTリンパ腫は比較的まれな疾患であり、内視鏡所見も
多彩であるが、病変の表面に樹枝状の血管構造を呈することが多いと報告される。診断の
確定には組織診断が必須であるが、通常の生検検体では少量であるためリンパ球増殖形態
の全体像が捉えにくく、リンパ球に挫滅が加わりやすいため免疫組織化学検査の評価が困
難であるとの報告もある。今回は病変に対してTOTAL　Biopsyとしての大腸ESDを施行
することでMALTリンパ腫と確定診断しえた。診断のためにもその内視鏡所見の特徴につ
き熟知しておく必要性があると考え報告する。

P2-193-4
仙骨前面に発生した神経鞘腫の1例
金井∙陸（かない∙りく）、山路∙隆斗（やまじ∙たかと）、辰巳∙亜依（たつみ∙あい）、林∙泰三（はやし∙たいぞう）、林∙麻未（はやし∙まみ）、
大森∙隆夫（おおもり∙たかお）、信岡∙祐（のぶおか∙ゆう）、湯淺∙浩行（ゆあさ∙ひろゆき）、下村∙誠（しもむら∙まこと）

NHO 三重中央医療センター消化器外科

神経鞘腫はSchwann細胞に由来する外胚葉性腫瘍で、頭頚部や四肢を好発とし、後腹膜領
域に発生することは稀である。今回、我々は後腹膜領域から発生したと思われる神経鞘腫
の1例を経験したので、若干の文献的考察を加え報告する。症例は56歳の女性。頻尿を主
訴に近医を受診し、腹部超音波検査で骨盤内腫瘤を指摘され、前医婦人科に紹介となった。
前医のMRI検査で骨盤右側に子宮との連続性を認めない境界明瞭な最大径84mmの腫瘤を
認めた。腫瘤内部はT2WIで不均一な高信号、T1WIで等信号、DWIで高信号を示し、造
影で内部に造影不良域を伴った高信号として観察され、手術加療目的に当院へ紹介となっ
た。仙骨前面の後腹膜腫瘤と診断し開腹手術を施行した。開腹所見では腫瘤は総腸骨動静
脈背側に位置しており、腫瘤背側は仙骨前面に強固に癒着していた。可動性の乏しい硬い
腫瘤であったが、周囲組織から剥離し摘出した。手術時間210分、出血量2705ml。病
理組織学的検査では、紡錘形細胞が束状から錯綜状に粗密に増殖していた。免疫染色では
S100 protein（+）となり形態と合わせて神経性腫瘍で、神経鞘腫や悪性末梢神経鞘腫瘍が
鑑別となったが、S100の瀰漫性の染色、分裂像0-1個/10FHP、Ki-67 indexく5%の所
見より神経鞘腫と診断された。術後経過は良好で術後10日目に退院した。術後9か月現在、
再発なく経過している。
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P2-194-5
全身麻酔下で手術を受ける高齢患者に向けたパンフレットの評価～アン
ケートから見えてくる課題～
高橋∙仁美（たかはし∙ひとみ）、伊賀∙泉美（いが∙いずみ）、三橋∙美和子（みはし∙みわこ）、熊倉∙友季（くまくら∙ゆき）

NHO 千葉医療センター外来

【背景】近年、手術治療を選択する高齢者が多くなり、術前オリエンテーションや合併症予
防指導の理解を得るまでに時間を要す状況である。しかし外来の限られた時間の中では、
長時間対応に困難さを感じている。そこで、医師と看護師が共同して、高齢患者にも理解
しやすいようなパンフレットを作成した。本研究で、パンフレットの活用状況や患者の知
りたい情報提供ができているか、合併症予防行動の実施につなげることができているのか
を調査し、パンフレットが高齢患者に対し有効かを評価し、今後の術前看護の質の向上を
目指したいと考えた。【目的】パンフレットは高齢患者が理解しやすい内容か、患者の知り
たい情報提供ができているか。また患者の合併症予防行動につながっていたかを明らかに
する。【対象】当院において全身麻酔下による消化器系の手術を受ける70歳以上の患者【方
法】外来受診時医師からの手術説明後、パンフレットを用いて術前オリエンテーションを実
施、退院後の初回外来受診時にアンケートを実施し集計・考察した。【結果・考察】パンフレッ
トに関しては「理解できない」「全く理解できない」と回答した患者は、全体の2％以下であっ
た。合併症予防行動については、「呼吸訓練」「禁煙」「歩行」「せん妄準備」「生活習慣」「体
調管理」「痛みの伝達」の項目に対して調査を行った。各項目別の調査で取り組むことがで
きた患者は、92％から22％であり、平均は67.8％であった。合併症予防行動に取り組む
ことができた群は、パンフレットに対し肯定的な意見が多かった。

P2-194-4
ビデオ脳波モニタリング検査を受ける患者に対してパスを運用しての影響
と課題について
阪上∙友介（さかうえ∙ゆうすけ）、濱崎∙和也（はまさき∙かずや）、吉村∙悠子（よしむら∙ゆうこ）

NHO 奈良医療センター脳神経外科

【目的】ビデオ脳波モニタリング検査入院時にクリティカルパス（以下パス）を運用する事の
効果や課題を明らかにする。【方法】対象：看護師21名、パスを用いて説明を受けた患者・
家族14名方法：病棟独自で作成したアンケートを配布分析：単純集計【倫理的配慮】研究目
的、方法、匿名性の配慮等文書で説明し同意を得た。【結果】患者・家族 回収率64％「検査
や入院中に困った事、不安に感じた事、不明な点があったか」にある5名「入院時にパスを
用いた説明が疑問や不安の解消に繋がった」に思う・やや思う9名病棟看護師 回収率100％

「入院時に資料を用いて説明する事が何故疑問や不安の解消に繋がったと思うか」の問いに
「患者・家族が知りたい内容が記載されているから」「説明への手助けとなったから」9名「説
明にあたり不安や疑問はあるか」の問いに、ある・ややある10名、2年目以下では100％【考
察】患者・家族説明用のパスに写真を多く使用したパンフレットを用いた説明を追加した。
江川らは、文章だけではなく写真を用いて『聞く＋見る』と視覚を加える事でイメージ化出
来る1）と述べており、今回改定したパス用いる事で不安や疑問の軽減に繋がったと考える。
また、パスは標準化された治療やケアの内容がまとまっており治療や検査に対する理解度
を深め、看護師教育の道具ともなりうる事の示唆を得た。【結論】視覚を利用したパスの利
用は患者家族の不安解消に繋がる。疾患の知識や、検査に対する理解が深まり看護の質向
上に繋がった。引用文献1）江川樹美子:術後のイメージ化を図る術前オリエンテーションの
取り組み 写真を用いた術前オリエンテーションの効果,第40回日本看護学会論文集P.66-
72 2010

P2-194-3
術後患者の経腸栄養自己管理に向けた指導の実態～勉強会前後のアンケー
ト結果から～
藤谷∙歌織（ふじや∙かおり）

NHO 函館病院外科

【はじめに】A病棟では術後早期の栄養管理は看護師が実施しているが、退院後も腸瘻管理
が必要な場合があり、患者指導を病状のアセスメント・評価を基に看護師判断で行っている。
指導用パンフレットはあるが現状の方法と相違があり活用頻度は少なく、スタッフより「指
導内容にばらつきがある」という疑問や不安の声があった。今回、パンフレットを修正し勉
強会を実施、アンケート調査を元に勉強会前後で指導に関する不安が軽減するか検証した
ので報告する。【目的】経腸栄養の自己管理に向けた指導内容を統一することでスタッフの
指導に関する不安が軽減するか検証する。【方法】既存パンフレットを修正、勉強会を実施
し前後でアンケート実施【結果】アンケート結果より指導の不安は勉強会前36％、勉強会後
8％まで減少した。「経腸栄養の目的を理解できる」は「かなり出来る」が前36％、後77％、「経
腸栄養の副作用について指導することが出来る」は「かなり出来る」が前14％、後68％と増
加、一方「あまり出来ない」は前9％、後は0％だった。【考察】患者指導の目的は患者が自己
の健康問題に気付き、自らの問題に主体的に取り組む意思と技術を持ち行動を起こすこと
である。患者の支援にあたり、看護師が指導方法に関する知識や技術を持てるように学ぶ
必要がある。勉強会前は既存パンフレットが活用されておらず看護師の経験から指導を行っ
ていることが多かった。勉強会とパンフレットの修正と活用、実践したことで経腸栄養の
指導方法や評価方法が統一され不安の軽減に繋がったと考える。【結論】パンフレットを有
効活用することにより、患者への指導内容が統一しスタッフの指導に関する不安が軽減す
る。

P2-194-2
認知症治療薬「レカネマブ」治療が生活の質に与えた影響～外来治療継続の
支援を目指して～
村田∙綾子（むらた∙あやこ）1、田中∙亜由美（たなか∙あゆみ）1、馬場∙洋美（ばば∙ひろみ）1、廣松∙旭代（ひろまつ∙てるよ）1、
栗原∙直子（くりはら∙なおこ）1、柳谷∙麻実（やまぎや∙まみ）1、峯∙翼（みね∙つばさ）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）2、
笹ケ迫∙直一（ささがさこ∙なおかず）2

1NHO 大牟田病院看護部外来手術室、2NHO 大牟田病院脳神経内科医師

【目的】アルツハイマー病治療薬を外来で導入した患者へ「生活の質に与えた影響」を調査し
患者の治療継続支援の一助とする【方法】投与前と1か月後に評価ツール及び半構造化面接
による調査を実施【結果】対象患者2名。クリティカルパスバリアンスなし。2名ともに投与
前後での変化なし。＜評価ツール＞A氏：1）IADL尺度5/8点2）認知症高齢者日常生活自
立度ランク23）FAST分類ステージ2：正常老化4）shortQOL-D28/37点5）主観的幸福感
7/11点。B氏：1）5/5点2）ランク13）ステージ24）31/37点5）7/11点＜インタビュー
＞『治療のきっかけ』A氏「知人・友人に勧められた」B氏「知人・友人に勧められた」「新薬
への期待がある」『困っていたこと』A氏：物忘れがあるB氏：運転免許更新での指摘『治療
に対する不安』A氏「経済的な不安」「効果に対する不安」B氏「不安はない」2名共に通院・
医師の説明不足・副作用への不安はなし 【考察】レカネマブ投与1 ヶ月では生活の質に与え
る変化はなし。治療の不安は投与前後で変化なく治療継続ができた。要因として新薬治療
に際し、外来治療開始時に医師から本人と家族に丁寧な説明があった事、質問に対し医師・
看護師・臨床心理士など多職種で連携し対応出来た事、クリティカルパスを作成・活用し
看護の統一を図った事が不安の軽減に繋がったと考える。外来での治療の提供は家族の安
心感や環境の変化によるBPSDの予防にも繋がった。レカネマブは2週間毎に1年半の長期
に渡る治療を要す為、外来治療継続の為には患者の生活背景や地域サービスを把握し通院
介助を担う家族も含め多職種で関わる事が質の高い支援に繋がる。
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P2-195-2
医療安全教育におけるリスク感性育成を目指したシミュレーション教育で
の看護学生の学びの実態
和田∙みずえ（わだ∙みずえ）1、八城∙恵（やしろ∙めぐみ）2、安藤∙恵子（あんどう∙けいこ）1

1NHO 岡山医療センター附属岡山看護助産学校、2NHO 米子医療センター附属看護学校

【研究目的】医療安全教育におけるリスク感性育成を目指したシミュレーション教育での看
護学生の学びの実態を明らかにする。【研究方法】1）研究デザイン：質的記述的研究。2）研
究対象：看護師養成所3年課程A校3年生89人。3）実施時期：3年次前期。4）演習概要：
演習時間は、1回目5分間実施。その後、30分間デブリーフィングを行い、2回目10分間
実施する。シミュレーション目的は、点滴静脈内注射、膀胱留置カテーテル挿入中の患者
の車椅子移乗時に潜む危険性を考えることである。5）データ収集方法：シミュレーション
後のレポート内容。6）分析方法：同意が得られた学生のレポート内容から、学生の学びと
思われる文脈を抽出し、意味内容の類似性に基づき、内容の整合性を確認しながらコード化・
カテゴリー化した。研究者間で合意が得られるまで検討し、妥当性の確保に努めた。【倫理
的配慮】所属施設の倫理審査委員会の承諾を得た（番号：022号）。【結果】研究協力への同
意が得られた学生は82人（92.1％）であった。結果、182のコード、17のサブカテゴリ―、
7のカテゴリーが得られた。リスク感性育成を目指したシミュレーション教育による看護学
生の学びは、「医師の指示内容の確認の重要性」「安全な実施のための根拠に基づく判断と
情報共有」「医療処置中の生活援助時の安全面の配慮」「リスクを予測した訪室時の観察」「リ
スク感性の大切さ」「危険回避のためのシミュレーションの大切さ」「負荷状況下での自己
の傾向の自覚」であった。

P2-195-1
看護学校におけるインシデント再発防止への取り組みと課題
早川∙直子（はやかわ∙なおこ）、前崎∙美和（まえさき∙みわ）

NHO 大阪医療センター附属看護学校

【はじめに】当校のインシデントには、講義や実習依頼の不備、学生対応の遅れなどがある。
重大事案は情報共有されているが、多くは一部の教員や上司との間で対応されている。こ
の現状に対して取り組みが必要であると考えた。【目的】インシデントの再発防止に向けた
取り組みの結果と課題を明らかにする。【方法】1.要因分析の学習会実施 2.2グループに分
かれ、インシデントの要因を分析。（時間割と講義依頼日の相違があり、授業変更となった
事例）3.分析結果に対する対策の検討【結果】インシデントの要因分析の結果、講義依頼や
時間割作成業務の複雑さ、担当教員しか知らない業務の存在、教員間の取り決め事項の認
識のずれ、コミュニケーション不足などの要因を明らかにすることができた。また、以後、
同じ内容のインシデントは発生しなかった。さらに、教員全員が、インシデントに至らなかっ
たエラーの段階でも積極的に報告することを意識するようになった。【考察】情報共有がで
きない根底には、インシデントは個人の問題という認識があると考える。そして業務が複
雑で可視化ができていない部分もあり、インシデントに繋がる一要因となっている。同じ
内容のインシデントの発生がなかったのは、教員全員で要因分析を行ったことで、情報共
有の必要性を再認識できたためである。報告のできる環境づくりに組織全体が取り組むこ
とで、コミュニケーションが活性化し、インシデントの再発予防に繋がると考える。【結論】
今回の取り組みにより以下三点の課題が明らかとなった。1.複雑な業務の簡素化 2.業務マ
ニュアルの整備による業務の可視化 3.報告のできる環境づくりを行いコミュニケーション
の円滑化

P2-194-7
サージカルマスク装着が心臓血管外科手術を受けた酸素療法中患者に与え
る影響因子
立宅∙由佳（りったく∙ゆか）、栗原∙美紗子（くりはら∙みさこ）、田代∙祐子（たしろ∙ゆうこ）、福迫∙直美（ふくざこ∙なおみ）

NHO 鹿児島医療センター看護部ICU

【はじめに】COVID－19の影響による感染予防策に伴い、酸素療法中の患者にサージカル
マスク装着を行っている。しかし、術後侵襲が大きい患者のサージカルマスク装着は呼吸
苦や不快感の増大につながると考え、サージカルマスク装着が酸素療法中の患者へ与える
影響を明らかにしたいと考えた。【方法】A病院にて心臓血管外科手術予定で、事前に研究
参加同意が得られた患者を対象とした。酸素マスク使用患者は「サージカルマスクを着用し
た上から酸素マスクを装着」、高流量鼻カニューレ酸素療法（以下HFNC）・経鼻カニューレ
使用患者は「カニューレをつけ、その上からサージカルマスクを着用」し、身体機能の変化、
発汗、蒸れ感・口渇感・呼吸困難感のVAS、サージカルマスク内の温湿度を調査した。χ2（カ
イ二乗）検定、Fisherの正確確率検定で分析を行った。A病院倫理委員会の承認を得て行い、
呼吸状態に応じて必要時医師へ相談のもとサージカルマスク装着の検討をした。【結果】酸
素流量が多いと心拍数が有意に上昇し、経皮的酸素飽和度（SpO2）は低下傾向にあった。体
温は上昇傾向にあった。酸素マスクや経鼻カニューレ使用時は、酸素流量が多いと呼吸困
難感を生じ、口渇感や蒸れ感のVAS値も上昇した。HFNC使用時は、酸素流量が少ないと
有意に蒸れ感を感じにくく、口渇感は感じやすかった。酸素流量とマスク内の湿温度に相
関はなかった。【結論】サージカルマスク装着により呼吸困難感が増強し、酸素流量が多い
と体温上昇や心拍数の増加、SpO2が低下するため、呼吸状態の変化に注意していく必要が
ある。

P2-194-6
末梢神経障害に対する取り組み～フローズングローブを導入して～
倉見∙亜希子（くらみ∙あきこ）

NHO 函館病院消化器外科

【目的】ドセタキセルやパクリタキセルなどタキサン系の副作用で末梢神経障害が出現する
ことがある。末梢神経障害は一度発症すると長期にわたり症状が残存し患者のQOLを低
下させてしまう。フローズングローブは手足を冷却し局所的に血流量を減らすことで症状
を軽減することができると報告されている。そこでA病院でも末梢神経障害に対する取り
組みとしてフローズングローブを導入したためその結果を報告する。【方法】2022年5月
～ 2024年3月までにフローズングローブを使用した患者の使用レジメン・症状を集計【結
果】2022年5月から2024年3月までにタキサン系レジメンを使用した患者は69名でう
ち11名がフローズングローブを使用。使用した患者すべてに末梢神経障害が出現したが、
CTCAEv5.0：Grade1：5名、Grade2：5名、Grade3：1名であった。Grade1 ～ 2の
患者は初回治療時から使用し、Grade3の患者は症状が増強したため3コース目から使用し
た。使用しなかった患者は「症状が出現していないので不要」「冷たいのが嫌」、「実際にど
のように使用するのかわからない」といった理由から使用しなかった。【考察と今後の課題】
フローズングローブを使用したことでCTCAEv5.0Grade3に至るような重篤な副作用は1
名だったが、使用後にGradeは2となり増強は見られなかったことから、増悪の予防効果
が得られたのではないかと考えられる。今後は積極的に患者に使用してもられるようパン
フレット準備を行うとともに当院ではNab　Paclitaxelレジメンでの患者にはほぼ使用し
ていない現状があるため使用し効果の検討を行っていきたい。
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P2-195-6
新人看護師に向けて実習指導者との語りの場面を設ける意味 ―看護師に求
められる実践能力向上と不安軽減に向けて―
小林∙真弓（こばやし∙まゆみ）1、隈部∙直子（くまべ∙なおこ）2、藤井∙光輝（ふじい∙みつてる）1

1NHO 浜田医療センター附属看護学校、2NHO 熊本医療センター附属看護学校

【研究目的】実習指導者との語りにより、新人看護師に向けた課題解決の手がかりを得られ、
不安を軽減できたかを明らかにする。

【研究対象】A看護専門学校3年生
【研究の進め方】1.「看護師に求められる実践能力と卒業時の到達目標」と各看護学実習の評
価から学生の傾向を明らかにする。2.学生は1.を踏まえ、「参加的目的描写法（PGVM）」を
用いて卒業までにすべきことを考え、実習指導者に説明し、助言を受ける。3.終了後、学
生は『卒業までの準備』、『語りの感想』を記載する。

【データ分析方法】1.記述統計、3.同意の得られた学生のアンケートをKH coder®で計量テ
キスト分析。

【倫理的配慮】所属施設倫理審査委員会の承認済。COIなし。
【結果・考察】学生の傾向として、根拠に基づく計画的な看護、急激な変化のある病態と治療
の理解、健康障害受容過程の支援に関する評価が低かった。学生はPGVMで考えた学習や
患者への関わり方等について指導者から助言を受けた。終了後アンケートの『卒業までの準
備』では「技術（8.4%）」、「知識（6.5%）」、「勉強（5.9%）」、「練習（4.0%）」、「基本（2.5%）」、「相
談（2.5%）」、「疾患（2.2%）」、「手順（2.2%）」の出現頻度が高かった。具体的には知識を深め、
根拠に基づく技術の習得等に関する記述が多かった。『感想』では、「大切（7.2%）」、「不安

（5.1%）」、「相談（4.0%）」の出現頻度が高かった。「不安」に関しては、不安なことはすぐに
報告・連絡・相談をするといった、不安解消に繋がる内容だった。実習指導者との語りにより、
実践能力向上への意欲が高まり、新人看護師に向けて感じていた不安を軽減することがで
きた。

P2-195-5
看護学生のケアリング的関係性の形成を目指した対象理解演習での学び
山下∙雅晴（やました∙まさはる）、佐藤∙美春（さとう∙みはる）

NHO 姫路医療センター附属看護学校

【はじめに】当校は、学生が対象とのケアリング的関係性を形成する力を養うことを教育目
標としている。ケアリング的関係性は、相手をありのままに受け止め、寄り添い、気遣い
を表現することで、相手に温かい感情をもたらす関係である。その概念を理解し、対象理
解に必要なケアリング的関係性のありようを体験的に学び、対人関係形成の基盤を作るこ
とを目的に、対象理解演習という科目を1年次に設定している。この科目の実践過程と学
生の学びについて報告する。【実施内容と結果】前期の講義内容は、対象理解の意義や目的、
コミュニケーション技法、ケアリング理論、プロセスレコードであった。そして教員によ
る模擬患者とのコミュニケーションの演習を学習進度に合わせて段階的に2回行い、撮影
した動画とプロセスレコードを用いて振り返った。1回目に学生は接近的行動を意識しなが
ら行い、自己の行動を分析した。2回目に学生は傾聴や質問の技術を用いながら行い、模擬
患者から経過や事実に関する情報を引き出すことができたが、思いを引き出すに至らなかっ
た。その後、基礎看護学実習で初めて患者とのコミュニケーションを行い、プロセスレコー
ドと実習のまとめを通して対象との関係を振り返った。【考察】模擬患者とのコミュニケー
ション演習から、実習での患者とのコミュニケーションへと段階的に進めることで、学生
の学習ニーズに合ったコミュニケーション技術習得につながった。動画も使用しながら繰
り返しプロセスレコードを用いて振り返ることで、客観的にコミュニケーションを振り返
り、対象との関係について追及することができたが、自己分析には課題があった。

P2-195-4
看護学生が臨地実習で行う看護倫理カンファレンスのイメージと実態
林∙裕子（はやし∙ゆうこ）1、古市∙清美（ふるいち∙きよみ）2

1NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校、2NHO 沼田病院看護部

【はじめに】看護基礎教育では倫理的行動を自らとることができる看護師の育成をねらいと
し、倫理的問題を解決できるような教育が求められている。倫理的な学習は、単に認知領
域である知識の習得だけではなく実際に看護を提供する臨地実習で患者のために自らの考
えをもとに行動できることが重要となる。そこで、看護基礎教育における臨地実習の倫理
カンファレンスで学生が抱いていたイメージと実態を明らかにする。【方法】対象は看護専
門学校3年生。所属する倫理委員会の承認を得て、研究の趣旨および調査対象となること
を説明し同意を得た。方法は成人看護学実習で実施した倫理カンファレンスの後にインタ
ビューを行い内容の検討をした。【結果】学生はカンファレンス実施前は難しそう、かたい
感じがするなどとイメージしていた。また、テーマを決める際も実習での看護経験が少な
い学生は何をテーマとしたら良いのか考えることも難しいと感じていた。カンファレンス
では、学生として自分がどう関わったらよいのか何ができるのか考える困難さを抱いてい
た。実際にカンファレンスをすることで、倫理について考える機会になりお互いに話し合
う意味や重要性を感じていた。【考察】学生が臨床で捉えた倫理的側面を振り返り、言語化
を促す教育的関わりをすることが倫理的感受性を高めるために重要である。しかし、学生
は倫理のカンファレンスと聞くだけで難しいイメージを抱いていた。学生は看護経験が少
なく倫理的感受性を持っていても、それを自ら言語化できないためであると推察する。し
かし実際にカンファレンスで発言し他者の意見を聞き、倫理について考えることは倫理的
な学習の効果が高まると考える。

P2-195-3
基礎看護学実習における倫理カンファレンスの意義　～看護職の倫理綱領
をふまえて～
古市∙清美（ふるいち∙きよみ）1、林∙裕子（はやし∙ゆうこ）2

1NHO 沼田病院外来、2NHO 千葉医療センター附属千葉看護学校

【はじめに】改正カリキュラムでは、看護学教育における看護職としての倫理観の育成の重
要性が表現されている。看護を提供するためには幅広い知識や技術とともに高い倫理観が
求められる。臨地実習において学生は実際の看護について学び看護に関する考え方を深め
る機会となる。今回、基礎看護学実習での倫理カンファレンスに参加した学生がどのよう
に思考し倫理的な学びを得たかを明らかにする。【方法】「看護職の倫理綱領」をもとに、今
回の実習での学びと課題についてカンファレンスを行った。インタビューデータから逐語
録を作成し倫理カンファレンスと関連している内容を類似したコードを集めグループ化し
た。【倫理的配慮】倫理委員会にて倫理審査を受け、承認を得て本研究に取り組んだ。本演
題発表に関連して、開示すべき利益相反関係にある企業等はない。【結果】研究協力を表明
した6名のデータを分析対象とした。学生は「倫理綱領をもとに看護をすることは、自分自
身にも患者にとっても良い影響を与えることが実習を通してわかった」と述べていた。また、
学生が発言した内容は、「看護職の倫理綱領」本文1から本文13に当てはめられていた。【考
察】学生は講義や演習で患者主体に看護を提供する必要性を学習している。信頼関係に基づ
いて看護を提供する必要性や個人情報を適正に取り扱う方法など細かい視点で学び今後の
実習への課題に気づけたのは、実際に診療録を閲覧し、直接患者と関わることが影響した
と推察される。また、カンファレンスにより他者の意見をふまえ自らの看護実践における
行動を倫理的な観点により思考することができたと考える。
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P2-196-3
REICA法を用いた脳血流定量の有効性
宮嵜∙義章（みやざき∙よしあき）1、亀山∙征史（かめやま∙まさや）2、中溝∙玲（なかみぞ∙あきら）3、野口∙智幸（のぐち∙ともゆき）4、
田畑∙信幸（たばた∙のぶゆき）5、酒本∙司（さけもと∙つかさ）1

1NHO 長崎医療センター診療放射線部、 
2東京都健康長寿医療センター研究所神経画像研究チームAI画像解析、3九州大学病院脳神経外科、 
4NHO 九州医療センター放射線科、5福岡医療学院福岡医療専門学校診療放射線科

【背景】脳血流の定量的評価には，動脈採血を必要とする高精度オートラジオグラフィー
（ARG）法が用いられてきたが，現在では動脈採血を必要としない非侵襲的なグラフプロッ
ト法（GP法）が普及している．しかし，GP法は肺内のトレーサー滞留のばらつきを考慮
していない欠点がある．2018年にKameyamaらによって提案されたγ-Ray Evaluation 
with Iodoamphetamine for Cerebral Blood Flow Assessment（REICA）法はこの問
題を解決しているが，未だアセタゾラミド負荷時に得られるストレスデータを検討した
研究報告はない．【目的】アセタゾラミドのデータを用いて，REICA法の検証を行うこと
を目的とする．【方法】REICA法とGP法，ゴールドスタンダードとした動脈採血による
Autoradiography（ARG）法によって，対象症例92症例（REST：57，STRESS：35）の
mean cerebral blood flow（CBF）と，同一患者によるRESTとSTRESSの各33症例か
らcerebrovascular reactivity（CVR）を算出し，各々を比較してREICA法の精度分析を
おこなった．【結果】ARG法との相関rは，CBFにおいてREICA法はr=0.792，GP法は
r=0.636だった．CVRにおいて，REICA法はr=0.660，GP法はr＝0.578だった．とも
にREICA法の方がARG法と強い相関関係にあった．CBFでは，両者の相関係数に有意差が
あった（p＜0.01）．【結論】REICA法は，GP法によりもARG法に近い脳血流定量の精度を
示した． [123I]IMPを用いた非侵襲的な脳血流定量法のREICA法は，医学的有用性が大き
い．

P2-196-2
脳血流シンチグラフィ画像統計解析ソフト（eZISニューロ）の特徴領域別
血流Zスコアにおける至適カットオフ値の検討
平川∙善徳（ひらかわ∙よしのり）1、富田∙啓悟（とみだ∙けいご）1、太田∙一郎（おおた∙いちろう）1、南出∙哲也（みなみで∙てつや）1、
宮本∙晃多（みやもと∙こうた）1、熊副∙洋幸（くまぞえ∙ひろゆき）1、栄∙信孝（さかえ∙のぶたか）2

1NHO 大牟田病院放射線科、2NHO 大牟田病院脳神経内科

【目的】大牟田病院は認知症診療の中核病院として認知症医療センターに指定されており、
もの忘れ外来を開設している。eZISニューロを認知症鑑別の補助診断ツールとして使用し
ており、2023年10月にバージョンアップされた。新たにアルツハイマー型認知症（以下
AD）、前頭側頭葉変性症、レビー小体型認知症それぞれにおける特徴領域別血流Zスコア
のレポート出力が可能になった。しかし、このZスコアに関しての具体的なカットオフ値
の報告はまだない。そこで当院における至適カットオフ値の検討を行った。【方法】認知症
疑いで当院の物忘れ外来初診の患者80名を対象とした。1.Zスコアと認知症診断に関する
血流、神経心理、萎縮の程度のパラメータをそれぞれ比較し相関を求めた。2.相関の強い
ものに関して、近似直線を作成し比較対象のカットオフ値より至適カットオフ値を求めた。
3.神経心理検査のMMSEとCDR より認知症の程度を群分けし、Zスコアの検討を行った。

【結果】ADにおける特徴領域においてのみ、脳血流指標である疾患特異領域（SVA-A）との
比較で相関係数0.73と強い相関がみられた。その他については、強い相関はみられなかっ
た。SVA-Aのカットオフ値と近似直線よりZスコアのカットオフ値を0.9とした。【考察】
血流指標比較では強い相関はあったが、神経心理、脳萎縮の程度では相関は低く至適カッ
トオフ値評価には用いることができないと考えられた。認知症の鑑別診断においては、Zス
コアを含めた総合的な判断が重要である。【結論】ADにおける特徴領域においてのZスコア
のみカットオフ値の0.9が推察された。実臨床で運用可能となるように検討を重ねていこう
と思う。

P2-196-1
ドパミントランスポータシンチグラフィにおけるAC-PC lineが与える影響
神田∙一徳（かんだ∙かずのり）、高橋∙亨（たかはし∙とおる）、二保∙忠紀（にほ∙ただのり）

NHO 大分医療センター放射線科

【背景】ドパミントランスポータシンチグラフィはAC-PC line の角度が重要となるが、判断
が困難であり解析に個人差が発生しやすい。

【目的】頭部外観で合わせたAC-PC lineとCT矢状断画像で確認したAC-PC lineの誤差を明
らかにし、その角度の誤差が検査結果に影響するかを検討する。

【方法】方法1　OM lineから推測したAC-PC lineとSPECT-CT画像の比較
AC-PC lineは外観から認識が困難だが、OM lineは外観から認識が可能である。AC-PC 
lineはOM lineよりも約4 ～ 5°前方に傾斜しており、 OM lineを85°にすることでAC-
PC lineを垂直にすることが可能となる。OM line85°の画像とSPECT-CTの画像を比較し、 
AC-PC lineの誤差を把握する。
方法2　AC-PC lineの誤差によるSBR値の比較 
本検査は定量的指標：SBRを算出して表示することが可能である。OM line85°の画像と
SPECT-CTでAC-PC lineを調整した画像のSBRを算出し、比較を行う。また、CTACの場
合の比較も行う。

【結果】方法1では、SPECT-CTで合わせたAC-PC lineを基準線としOM line85°の画像と
SPECT-CTの画像を比較したところ、OMラインで合わせた線との誤差は最小で1°、最大
で-20°であったが、平均でみると誤差は少なかった。
方法2では、SBRにおいてNon AC、CTACともに有意差は見られなかった。SBRのグラフ
についても大きな変動は見られなかった。

【結論】ドパミントランスポータシンチグラフィにおいてOM lineを85°にすることで実
際のAC-PC lineに近似したポジショニングが可能であることが示唆された。また、OM 
line85°の推定AC-PC lineとSPECT-CTで判断したAC-PC lineとの解析結果に有意差は見
られず大きな影響がないことが示唆された。

P2-195-7
基礎看護学実習の学生が看護師の語りを聴いて抱いた気持ち
水口∙沙紀（みなくち∙さき）、谷内∙典子（たにうち∙のりこ）、吉川∙明美（よしかわ∙あけみ）

NHO 高知病院附属看護学校

〔はじめに〕近年、看護を学ぶ学生の自主性・主体性を育むことの重要性が言われている。1
年次1月に行われた基礎看護学実習中に病棟で行われたデスカンファレンスに実習生6名が
参加する機会があった。翌日、全員がリフレクションノートにカンファレンスで得た学び
や思いを自主的に記述してきた。そこで学生がどのような気持ちの動きからリフレクショ
ンするという行動に至ったのか明らかにすることで、学生の学びたい気持ちの支援、自主
性・主体性を高める支援の示唆が得られると考え、本研究に取り組んだ。〔研究目的〕基礎
看護学実習に看護師の語りを聴き、自主的にリフレクションしようと思った看護学生の気
持ちを明らかにする。〔研究方法〕A病院で実習中に行われたデスカンファレンスに参加し
た学生6名にインタビューガイドに沿ってインタビューを行った。得られた内容をデータ化
し、質的記述的に分析した。〔倫理的配慮〕独立行政法人国立病院機構高知病院倫理審査委
員会にて承認を得た（採択番号R6－6）。〔結果〕デスカンファレンスに参加した学生6名の
インタビューを実施した結果、53のコードから、14のサブカテゴリー、5つのカテゴリー
を抽出した。看護師の語りを聴いて【看護師の気持ちやその場の状況に入り込む】【死に向
き合うことは難しく、慣れることはない】【語りをとどめ、体験したことを大事にする】【看
護師は人と向き合うすごい職業】【自分の学びとして受けとめ、看護に気づく】という気持ち
であった。基礎看護学実習であっても、学生は看護師の語りを聴くことで忘れてはいけな
い出来事と心を揺さぶられ、リフレクションするという学習行動につながっていた。
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P2-196-7
骨シンチグラフィのコントラストに関する検討
天野∙祥吾（あまの∙しょうご）、大内∙渉（おおうち∙わたる）、杉原∙理菜（すぎはら∙りな）、山野∙一義（やまの∙かずよし）

NHO 水戸医療センター放射線科

【目的】
当院における骨シンチグラフィについて、画像のコントラストに影響を与える因子につい
て検討する。

【方法】
2022年1月から2月に当院で骨シンチグラフィ検査を行った患者107例について、観察研
究（後向きコホート研究）を行った。
撮像された骨シンチグラフィの画像をBONE NAVIで解析し、得られた画像について視覚
評価を行った。
研究対象者について、骨シンチグラフィ製剤の投与から撮像開始までの時間、同日の造影
CT・MRIの有無、被験者の年齢、被験者のBMI、被験者のeGFR、以上の臨床情報を診療
録より取得し、各項目と視覚評価の結果を比較した。

【結果】
評価項目のうち、最もコントラストに影響した項目は骨シンチグラフィ製剤の投与から撮
像開始までの時間であり、投与後2時間での撮像では他の時間と比較して点数が低くなっ
た。また、BMIに関しては視覚評価の点数とわずかに負の相関が得られた。その他の項目
については、明らかな有意差を認めることはできなかった。

【結語】
今回の検証で、骨シンチグラフィのコントラストに最も影響する項目は骨シンチグラフィ
製剤の投与から撮像開始までの時間であり、投与から2.5時間以上空けて撮像することで、
良好なコントラストが得られることが分かった。

P2-196-6
SPECT　CT検査の稼働率向上に向けた多職種での取り組み
大森∙智子（おおもり∙ともこ）1、瀧川∙政和（たきがわ∙まさかず）1、井上∙登士郎（いのうえ∙としお）1、平川∙耕大（ひらかわ∙こうた）1、
浅野∙雄二（あさの∙ゆうじ）1、畠山∙慎（はたけやま∙まこと）2、小松崎∙篤（こまつざき∙あつし）2、佐々木∙徹（ささき∙とおる）3

1NHO 相模原病院診療放射線科、2NHO 相模原病院放射線科、3NHO 相模原病院地域医療情報部

当院では2011年より、SIEMENS社製　Symbia　16を導入し、SPECT―CT検査を行っ
ている。本装置はコリメータを自動交換できる高性能ガンマカメラのほか、単独使用でき
る16列CTが搭載されているのが大きな特徴である。これらの特徴を生かし、神経内科の
疾患（脳血流シンチグラフィー、DAT　スキャン、心筋MIBGなど）や負荷心筋シンチグラ
フィーなど幅広い検査を行い、核医学専門医4名（常勤医3名、非常勤1名）で読影を行っ
ている。また、前立腺癌や乳癌の骨シンチグラフィーのよる骨転移検索時はSPECT画像の
fusion画像だけでなく、造影CTを同時に撮影し、骨転移巣の検索だけでなく局所再発や他
臓器転移の検索も同時に行うことが可能となっている。一方で、RI検査は他の高額医療機
器（CT/MRI）と異なり、予約検査がほとんどで、核種ごとに注射、検査時間の制約があり、
電子カルテでの枠の設定や予約管理が非常に煩雑になる。そのため、臨床医のニーズと予
約枠設定が合わない場合は、枠を効率的に稼働できず、検査数が維持できない。当院では、
多職種でのタスクシフトや定期的なミーティング、地域連携部門の強化を行っている。特
に定期的に行っているミーティングでは検査種ごとの予約状況を頻繁に確認し、ニーズに
合わせ事前に枠を変更させることで高い稼働率を維持している。2023年度はSPECT－CT
で2180件の検査を行っている。今回はこれらの取り組みを紹介し、今後の課題も踏まえ報
告する。

P2-196-5
DaTViewにおけるVer.1.3 とVer.1.4の比較検討
木須∙康太（きす∙こうた）、西∙祥吾（にし∙しょうご）、堀∙歓子（ほり∙かんこ）、青木∙秀平（あおき∙しゅうへい）、
川崎∙年久（かわさき∙としひさ）

NHO 嬉野医療センター放射線科

【背景】DaTViewの更新が行われ、Ver.1.4では解剖学的標準化機能が搭載され、また線条
体を尾状核・被殻に分けて後頭葉と比較したカウント比の値を算出できるようになった。【目
的】DaTViewにおけるVer.1.3 とVer.1.4を比較検討する。【方法】令和5年4月から令和
6年4月までの40例を対象とした。Ver.1.4で再解析し、SBRとAI値、Z-scoreの増減値
を求めた。またVer.1.4で新しく算出可能となった尾状核・被殻の比（P/C）とSBRの関係
性を検討した。【結果】SBRの比較では平均0.38減少した。AI値の比較では平均10.52増
加した。Z-scoreの比較では平均0.31減少した。SBRとP/Cの関係性ではSBRが高いがP/
Cが低い症例が5例見られた。【考察】Ver.1.3 に比べVer.1.4ではSBRやZ-scoreの値が
低くなった。これは解剖学的標準化を行うことにより正確に評価できていると考えられる。
しかしVerの違いで陽性陰性が変わる可能性があるため、フォローで評価する際には注意
が必要である。またSBRが高くP/Cが低い症例があったことによりP/Cの値が診断の一助
になることが示唆された。【結語】Ver.1.4に更新されたことによりSBR値・Z-scoreの値は
減少した。またP/Cを算出できるようになり、診断の精度が向上したと示唆された。

P2-196-4
ドパミントランスポータシンチグラフィにおける解剖学的標準化を応用し
た参照領域推定法の評価～従来法で算出したSBRとの比較～
小野寺∙忍（おのでら∙しのぶ）、手賀∙和輝（てが∙としき）、工藤∙洋（くどう∙ひろし）、丹野∙貴志（たんの∙たかし）

NHO あきた病院放射線科

【目的】ドパミントランスポータシンチグラフィでは、定量的指標であるspecific binding 
ratio（SBR）の算出に、解析ソフトウェア（DaTView）が広く用いられている。DaTView
のバージョンアップにより、解剖学的標準化を応用した参照領域（参照VOI）の推定が可能
になった。そこで正常集積例を対象に、Base on Template法（新法）と、Iso Contour 
Threshold法（従来法）で算出したSBRの比較を行った。

【方法】当院で検査を実施した11例（男性6例、女性2例）を対象に、新法と、閾値を変化さ
せた従来法でSBRを算出し、各群についてWilcoxonの符号付順位和検定を行った。次に、
脳底部のデータ欠損有り、欠損無しそれぞれでSBRを算出し、比較検討した。

【結果】従来法は閾値が大きくなるほどSBRは小さくなり、全ての閾値間で有意差があった。
新法と従来法閾値50％は有意差がなかった。データ欠損有りと欠損無しのSBRは、新法、
従来法のいずれも有意差がなかった。

【結論】従来法では、閾値が大きいほど参照VOIが脳輪郭の内側に設定されるため、SBRが
小さくなった。Southampton法を提唱したTossici-Boltらの報告では、SBRの算出に従
来法閾値50％が用いられており、新法も従来法閾値50％のSBRに相当するように、参照
VOIが調整されている可能性が示唆された。SBR算出に使用する参照VOIは、線条体を中
心としたスラブ内のVOIを使用するため、脳底部のデータ欠損の有無はSBRに影響を与え
なかったと考えた。
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P2-197-4
オラパリブ・ニラパリブの副作用チェックシートを使用したトレーシング
レポートの運用について
金本∙卓（きんもと∙すぐる）1、牧∙陽介（まき∙ようすけ）1、林∙隆一（はやし∙りゅういち）2、内田∙登志彦（うちだ∙としひこ）3、
藤本∙貴士（ふじもと∙たかし）4、片山∙陽介（かたやま∙ようすけ）1、古海∙和博（ふるみ∙かずひろ）1

1NHO 小倉医療センター薬剤部、2株式会社サンキュードラッグサンキュー薬局小倉南調剤センター、 
3株式会社タカサキ小倉セントラル薬局北方店、4有限会社メット三気堂薬局小倉南店

【目的】オラパリブ・ニラパリブ（以下当該薬剤）は抗がん薬であることに加え、特にオラパ
リブにおいては個人情報および個人遺伝情報に配慮が必要な薬剤である。当該薬剤の理解・
対応改善と、コロナ渦により断たれていた薬薬連携活動の再開を目的として、副作用チェッ
クシートを用いたトレーシングレポートの運用を行ったので報告する。【方法】当該薬剤の
副作用について、患者自身が記入したチェックシートをそのままトレーシングレポートと
して送信可能な様式を作成し、2023/11/1 ～ 2024/2/29の対象期間中に門前薬局が応需
した当該薬剤の処方については全例FAX送信することとした（期間終了後、チェックシー
トの使用は任意）。運用にあたり門前薬局と当薬剤部合同で事前の研修会を行い、期間終了
後には門前薬局へ業務負担等に関するアンケートを実施した。【結果】期間中当該薬剤の処
方があった患者は12名であり、全て門前薬局で処方箋を応需していた。患者年齢中央値は
68.5歳、期間中の処方件数は67件でFAX受信数は56件（83.6%）であった。医師へのフィー
ドバックは「口腔内のべたつきと食欲不振」、「味覚障害に伴う食欲低下」の2件について報
告し、新たな副作用の報告等はなかった。アンケート結果は業務負担の増加等みられず概
ね良好であった。【考察】今回のアンケート結果より「チェックシートをきっかけに患者との
コミュニケーションを取りやすくなった」、「確認するべき項目が明確になった」等の回答が
得られ、服薬指導の質の向上に寄与できたと考える。今後も対象薬剤を広げ活動の拡大を
検討している。

P2-197-3
東埼玉病院における院外薬局からの疑義照会に対する代行回答プロトコル
導入の効果と疑義照会内容の分析
宮森∙彩香（みやもり∙あやか）1、渡辺∙秀実（わたなべ∙ひでみ）2、圓岡∙大典（まるおか∙だいすけ）1、
小林∙正太郎（こばやし∙しょうたろう）3、小岩∙まの（こいわ∙まの）4、永野∙浩之（ながの∙ひろゆき）4、村松∙泰地（むらまつ∙たいち）5、
櫛山∙暁史（くしやま∙あきふみ）5、石垣∙千絵（いしがき∙ちえ）1

1NHO 東埼玉病院薬剤部、2NHO 西埼玉中央病院薬剤部、3国際医療福祉大学成田病院薬剤部、 
4埼玉医科大学病院薬剤部、5明治薬科大学薬物治療学研究室

【はじめに】
疑義照会は薬剤師法第24条にもその義務が明記されている。しかしその対応が医療者の負
担であることが報告されている。東埼玉病院では医師の業務負担削減を目的に院外薬局か
らの疑義照会に対する代行回答プロトコルを作成し、2024年4月より運用を開始した。今
回、薬剤師による代行回答が医療者の業務負担をどの程度軽減できたか評価したので報告
する。

【目的】
薬剤師の代行回答による医療者の業務負担軽減効果について評価する。疑義照会内容や理
由を分析し、今後の業務負担軽減に向けた取り組みに活用する。

【方法】
2023年4月～ 2024年4月の疑義照会記録より院外薬局からの疑義照会件数、代行回答件
数、内容等の情報を収集した。代行回答導入前後の疑義照会に対する業務時間を試算し比
較した。照会内容に関連する薬剤や照会理由等も分析した。

【結果】
2023年度の院外薬局からの疑義照会件数は月平均約90件だった。2024年4月の院外薬
局からの疑義照会件数は104件、代行回答件数は33件だった。疑義照会1件につき薬剤部
の対応に15分、そのうち医師との対応に3分かかると仮定した場合、薬剤部では2023年
度約270時間、医師は約54時間を疑義照会対応業務に充てたことになる。2024年4月は
代行回答によって医師の業務時間を1.5時間削減できた計算になる。代行回答できた内容
としては医薬品の流通不安定に伴う同成分薬の変更や前回と同内容の変更依頼が多く、約
67％だった。

【考察】
2024年4月に開始した薬剤師の代行回答は医師の負担軽減に貢献できている。今後は今回
分析した疑義照会内容を参考に院外薬局とも協議し、疑義照会の簡略化など薬剤師の業務
負担軽減にも取り組んでいきたい。

P2-197-2
下志津病院における院外処方箋の疑義照会簡素化プロトコル導入の取り組
み　第2報
藤田∙飛龍（ふじた∙ひりゅう）1、深山∙靖夫（みやま∙やすお）1、野中∙千絵（のなか∙ちえ）1、穐間∙睦（あきま∙むつみ）1、
杉崎∙萌美（すぎさき∙ともみ）1、助野∙麻理奈（すけの∙まりな）1、高橋∙明子（たかはし∙あきこ）2、和田∙一敏（わだ∙かずとし）3、
齊藤∙達也（さいとう∙たつや）3、栗井∙良卓（くりい∙よしたか）1、平野∙光枝（ひらの∙みつえ）1

1NHO 下志津病院薬剤部、2NHO 下志津病院臨床研究部、3NHO 千葉医療センター薬剤部

【背景・目的】下志津病院（以下、当院）では院外処方箋の疑義照会簡素化プロトコル（以下、
プロトコル）の運用を2022年4月より開始した。運用開始から半年の調査期間の報告を昨
年行ったが、今回、調査期間を1年間とした結果を報告する。【方法】調査期間は2022年4
月から2023年3月の1年間とした。【結果・考察】院外処方箋疑義照会すべての件数のうち、
プロトコル適用件数は572件であり、内容としては「残薬調整のための処方日数の調整」が
最も多く218件（38.1%）、続いて「週1回・月1回・隔日投与製剤等の日数適正化」が92
件（16.1%）であった。プロトコル適用率は全体の37.5％であり、内訳としては、開始から
半年間（以下期間1）は38.8％で、その後の半年期間（以下期間2）での適用率は36.3％であっ
た。そのうち、FAXでの報告利用率は期間1では7.4％であったのに対して、期間2では9.6％
と利用率が増加していた。また、期間2においてプロトコル適用である疑義照会を電話で受
けた件数は209件であり、FAXでの報告76件と比較して倍以上の差があることから、プ
ロトコル運用の周知が不十分である可能性が高いことが示唆された。さらに、地域別では
市内が98件、近隣市が59件、その他地域が52件であった。開始当初のアナウンスでは主
として市内および近隣市への周知を推し進めてきたが、その他地域からの問い合わせも全
体の約25％を占めているため、その他地域へのプロトコル周知の効果的である可能性が示
唆された。今回明らかになった課題を踏まえ、今後もプロトコルを周知し、保険薬局とさ
らに連携しプロトコルを活用していく。

P2-197-1
疑義照会簡素化プロトコル導入後の現状と課題
簗瀬∙文香（やなせ∙ふみか）1、鈴木∙訓史（すずき∙のりふみ）1、永澤∙佑佳（ながさわ∙ゆか）1、鈴木∙克之（すずき∙かつゆき）1、
一戸∙集平（いちのへ∙しゅうへい）2、内藤∙義博（ないとう∙よしひろ）1、西村∙康人（にしむら∙やすひと）1

1NHO 仙台医療センター薬剤部、2NHO 盛岡医療センター薬剤科

【緒言】疑義照会は薬剤師の義務であり、専門的な知識と能力を生かし、安全かつ適切な薬
物療法を提供するために重要な業務である。一方で、形式的な疑義照会の機会を減らすこ
とは、患者への薬学的管理の充実、保険調剤薬局および処方医の業務負担軽減につながる
ことが示されている。当院では、令和5年6月より疑義照会簡素化プロトコルの運用を開始
した。今回、プロトコル導入の有用性と課題の抽出を目的として、保険調剤薬局に対して
アンケート調査を実施したので報告する。

【方法】プロトコル導入による実態を把握するため、導入4か月間のプロトコルの適用件数
とその内容を集計し、適用後の処方変更の割合を算出した。また、門前薬局5店舗の薬剤師
を対象にプロトコルの有用性と課題をアンケート調査で抽出した。

【結果】アンケート調査では、約9割の薬剤師がプロトコルは有用であると評価した。適用
されたプロトコルの種類は、いずれの月においても『成分名が同一の銘柄変更』が最も多かっ
た一方、主治医による自発的な処方変更により、規格変更と内服薬の用法変更に関する適
用件数は減少した。

【考察】処方変更を依頼したうち、次回外来にて対応された割合が約4割であることから、
依頼方法や医薬品マスタの整備が必要と考える。また、業務負担軽減につながっていると
いう評価が多い一方で、処方が変更されない場合は、病院薬剤師から処方医に直接依頼し
てほしいという要望があり、運用方法の見直しや薬剤師が直接処方変更できるようなシス
テム改修も必要と考える。今後は、処方医に同様のアンケートを実施し、医師の業務負担
軽減に有効であると評価されるようなプロトコルを確立していきたい。
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P2-198-1
当院における地域包括ケア病棟のリハビリテーション動向と課題
辻原∙美智雄（つじはら∙みちお）、尾形∙和隆（おがた∙かずたか）

NHO 金沢医療センターリハビリテーション科

【初めに】当院は2016年9月より一般病棟47床をすべて地域包括ケア病棟へ転換した。地
域包括病棟ケア病床の運営については、入院患者の地域包括ケア病棟への移行を検討する
院内調整カンファレンスが週1回開催される。専従は理学療法士を1名配置している。【目
的】地域包括ケア病棟の疾患別リハビリテーション動向を調査し、今後の地域包括ケア病棟
の参考とする。【方法】対象は2023年1月から2023年12月に地域包括ケア病棟へ入棟し、
リハビリテーションを実施した221名とした。調査項目は、各疾患別リハビリテーション
の症例数、平均リハビリテーション算定実施日数、1日平均単位数、在宅への退院割合、退
院時ADL（Barthel Index :以下BI）とした。【結果】脳血管疾患リハビリテーション（以下脳
リハ）は115症例、運動器リハビリテーション（以下運動リハ）59症例、廃用症候群リハビ
リテーション（以下廃用リハ）25症例、呼吸器リハビリテーション（以下呼吸リハ）9症例、
がん患者リハビリテーション（以下がんリハ）7症例、心大血管リハビリテーション（以下心
リハ）6症例であった。平均リハビリテーション算定実施日数は脳リハ21.8日、運動リハ
13.8日、廃用リハ24.0日、呼吸リハ28.4日、がんリハ26.3日、心リハ30.7日であった。
1日平均単位数は脳リハ2.7単位、運動リハ2.6単位、廃用リハ1.5単位、呼吸リハ1.7単
位、がんリハ1.7単位、心リハ1.3単位であった。在宅への退院割合は脳リハ48.1%、運動
リハ84.0%、廃用リハ75.0%、呼吸リハ88.9%、がんリハ28.6%、心リハ66.7%であっ
た。退院時平均BIは脳リハ51.2点、運動リハ87.3点、廃用リハ45.9点、呼吸リハ64.4点、
がんリハ68.0点、心リハ86.3点であった。

P2-197-7
当院におけるホスレボドパ・ホスカルビドパ持続皮下注導入時の取り組み
有藤∙直子（うとう∙なおこ）、平野∙淳（ひらの∙あつし）、滝∙久司（たき∙ひさし）

NHO 東名古屋病院薬剤部

【背景】ホスレボドパ・ホスカルビドパ水和物配合剤であるヴィアレブ配合持続皮下注（以下
「ヴィアレブ」という。）導入に際しては、医療機器や医療材料等の備品の準備や患者への手
技指導を適切なタイミングで実施することが重要である。また、退院時の病院薬剤師によ
る保険薬局薬剤師への情報提供は、患者にとって効果的でかつ安全な治療を円滑に継続す
るためにも重要になると報告されている。【方法】2024年4月から、当院に入院し、ヴィア
レブを導入した患者を対象とした。その際、病院薬剤師として関わった患者への服薬管理
をはじめとした服薬指導、退院時に保険薬局薬剤師に情報提供した施設間連絡書について
後方視的に調査した。【結果】ヴィアレブを導入した2症例に対し、各種資材を用いた病院
薬剤師による服薬指導、看護師による手技等に関する指導により治療開始から導入後の在
宅治療に向けた十分な説明を行い治療の支援を開始した。退院決定時には、患者の同意を
得て、病院薬剤師よりかかりつけ薬局へ薬剤購入の依頼をするとともに入院中の投与手技
や日内変動の状況、副作用、カニューレの交換頻度等を記載した施設間情報連絡書を用い
た情報提供を行なった。なお、2症例とも治療継続に支障となる副作用症状の出現はなく、
複雑なレボドパ含有製剤の内服負担が軽減され日内変動も縮小した。【考察】病院薬剤師か
ら保険薬局薬剤師に情報提供する施設間情報連絡書により、情報収集の効率化や服薬指導
の質向上につなげられたと考えられた。また、ヴィアレブ導入に関わる医療関係者が情報
共有ならびに連携することは患者が持続皮下注による治療を継続する上でも有用な手段で
あると考えられた。

P2-197-6
CKD重症化予防の取り組みに対する現状と今後の課題
山崎∙日花里（やまざき∙ひかり）、竹場∙光笛（たけば∙みてき）、元茂∙拓法（もとしげ∙ひろのり）、佐久間∙緑菜子（さくま∙りなこ）、
菊地∙実（きくち∙みのる）、川口∙啓之（かわぐち∙ひろゆき）

NHO 北海道医療センター薬剤部

【背景】本邦における慢性腎臓病（CKD）の患者数は年々、増加の一途をたどっている。CKD
患者においては薬剤の過量投与を引き起こしやすく、その結果CKDが更に重症化する可
能性がある。外来患者において腎機能に合わせた適切な薬物療法を行うためには薬薬連携
が重要と考える。当院では2021年7月より、腎機能を把握した適切な薬物療法の支援や
CKDの重症化予防を目的としてCKDお守りシールのお薬手帳への貼付を開始した。今回、
CKDお守りシールの現状と今後の課題を調査するため保険薬局にアンケート調査を行った。

【方法】2023年3月1日から同年3月31日までに近隣保険薬局6施設（22名）を対象としア
ンケート調査を行った。【結果】調査の結果、22件の回答を得た（回答率100%）。「CKDお
守りシールを認知している」は20件（91%）、「お薬手帳に貼付されているのを見たことが
ある」は18件（82%）となった。一方で「腎機能関連で疑義照会を行ったことがある」は9件

（43%）であり、そのうち「CKDお守りシールを活用して疑義照会を行ったことがある」は1
件（11%）であった。「CKDお守りシールは有用」は22件（100%）となった。【考察】今回の
アンケート調査の結果から、近隣の保険薬局において腎機能お守りシールは認知されてお
り有用と考えられていることがわかった。一方で約8割がCKDお守りシールを実臨床にお
いて見たことがあるにもかかわらず、CKDお守りシールを使用した疑義照会は1件と少な
く、十分に活用されていない可能性が示唆された。今後はCKDお守りシールが活用されて
いない要因を調査するとともに貼付数を増やし、CKDの重症化予防に取り組んでいきたい。

P2-197-5
トレーシングレポートによりオキサリプラチンの遅発性過敏症の重症化を
回避した直腸がんの1例
小久保∙維菜（こくぼ∙ゆいな）1、井上∙裕貴（いのうえ∙ゆうき）1、竹田∙あかね（たけだ∙あかね）1、長岡∙宏一（ながおか∙こういち）1、
伊藤∙武（いとう∙たけし）2、山下∙克也（やました∙かつや）2、小坂∙隆広（こさか∙たかひろ）3

1NHO 豊橋医療センター薬剤部、2NHO 豊橋医療センター外科、3スギ薬局東岩田店

【緒言】白金製剤であるオキサリプラチン（以下、L–OHP）は大腸がん、胃がんなどの治療に
広く用いられている。L–OHPの代表的な副作用として末梢神経障害、骨髄抑制、過敏反応
があげられる。なかでも治療継続に影響を与える中等度から重度な過敏反応が、L–OHP投
与中または投与後に生じることが報告されている。L–OHPの過敏症は累積投与量、性別、
アレルギー歴と関連していることが報告されている。今回当院でL–OHPによる遅発性過敏
症がトレーシングレポート（以下、TR）から発覚し、重症化を防いだ1症例について報告を
行う。【症例】73歳男性、直腸がんStage4a（多発肝転移、直腸間膜内のリンパ節転移）で
ありmFOLFOX+Pmabが一次治療で開始となった。既往歴は高血圧、2型糖尿病があり、
他院から降圧剤、血糖降下薬を内服処方されていた。18コース施行時に薬剤師が患者から、
前コースより動機、心拍数の異常を認めていたことを聴取していた。またL–OHP投与終了
直前に悪寒、微熱、頻脈となったが症状はすぐに改善し継続となった。20コース施行後TR
より、自宅帰宅後に血圧低下、脈拍上昇、動悸が出現したが、翌日には症状軽減と情報提
供があった。主治医に報告しL-OHPによる遅発性過敏症の可能性を考慮し、21コースはL–
OHPを休薬して施行した。以降の治療では過敏症症状なく、現在も治療を継続されている。

【考察】本症例では医療機関と薬局での情報連携によりL–OHPの遅発性過敏症の重篤化を防
ぐことができた1例であった。医療分業において地域の調剤薬局との連携を深め、患者の薬
剤や健康管理を一元的に行っていくためにTRは重要であり、病院薬剤師はTRを精査し主
治医と共有することが必要である。
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P2-198-5
休日リハ診療代行申し送り方法一律化の取組み～申し送りの時間短縮と正
確さを目指して
作∙慎一郎（さく∙しんいちろう）、大西∙幸代（おおにし∙さちよ）、西岡∙幸弥（にしおか∙ゆきや）、中元∙志織（なかもと∙しおり）、
瀬尾∙八栄美（せお∙やえみ）

NHO 奈良医療センターリハビリテーション科

【はじめに】当院リハビリテーション（以下リハ）科は令和5年度より休日リハ診療を導入し
たことで、患者代行する機会が増加した。しかしリハ診療代行時の申し送り方法が一律化
されていないため時間のばらつきや伝達内容の不足があった。今回申し送りの今回リハ診
療録を使用した申し送り方法に一律化したことで、課題の解決に至ったため報告する。【目
的】当科に所属する理学療法士（以下PT）・作業療法士（以下OT）・言語聴覚士（ST）の休日
代行時の申し送り方法一律化により申し送りの時間の短縮と正確性の確保を図る。【方法】
まず担当PT・OT・STで共同していままでリハ診療録に毎日記載していた患者情報、リハ
プログラムを介入初回時・月末定期でまとめて診療録にリハサマリとして記載するよう取
り決めた。それに加え日々リハ診療録は必要最低限の記載のみにしたことで業務負担が増
加しないよう考慮した。休日代行申し送りはリハサマリをツールとして注意点のみ口頭伝
達する方法に統一した。取り組み前後で当科PT・OT・STに対しアンケートをとり患者一
人当たりの申し送り時間と申し送り内容の満足度を確認した。【結果】アンケートの結果か
ら取り組み後患者一人当たりの申し送りの時間短縮と申し送り内容の満足度の改善が認め
られた。【考察】今回申し送り方法の一律化によって時間短縮と申し送り内容の正確さの改
善にもつながった。またPT・OT・STで共同し患者評価しリハサマリを作成することで担
当者間のスムースな情報共有にもつながり診療と質にも寄与すると考える。今後はリハサ
マリを病棟との情報共有、転院時のリハ情報提供書への活用なども検討し、さらなる業務
効率化にもつなげていきたい。

P2-198-4
関東圏最北の国立病院リハビリテーション科の在り方について
横山∙孝之（よこやま∙たかゆき）、都丸∙一稔（とまる∙かずとし）、矢野∙陽介（やの∙ようすけ）、茅嶋∙菜奈（かやしま∙なな）、
高山∙千津子（たかやま∙ちづこ）

NHO 沼田病院リハビリテーション科

【目的】国立病院として創立以来、広範な山間へき地医療を当院は担ってきた。しかし医師
不足、超高齢化、人口減少に伴い、患者数も徐々に減少してきている。当院は病棟が令和6
年度より3病棟体制から2病棟体制へと変化した（病床数179床→110床）。リハビリテー
ション科の対象患者にも変化がみられ、超高齢化、多重疾患患者が増加傾向にある。当院
リハビリテーション科の運営の特徴として、一般病棟にて急性期の処方が2割、地域包括ケ
ア病棟の処方が8割と出来高算定が少なく、経営の面からもリハビリテーション科の実績を
出しづらく、リハビリテーションの質を高めたい反面、マンパワー不足（令和6年5月現在
当院職員数　理学療法士4名、作業療法士1名、言語聴覚士不在）により出来ることが限ら
れている。また市内近隣には比較的大きいリハビリテーションに特化した病院が6つあり

（病床数平均　130．5床、　全療法士数平均58人）、当院の長い歴史の中で、地元の方々の
リハビリテーション科の認知度も低い。そこで、改めて当院が存在する沼田保健医療圏の
国立病院のリハビリテーション科の存在意義について、また近隣のリハビリテーション科
との連携を今後はどう進めていくべきかを考えたい。【方法】近隣のリハビリテーションに
特化した6病院のリハビリテーション科責任者の療法士にアンケート調査を実施。【展望お
よび考察】アンケート結果と、当院の現状を踏まえ、棲み分けできるところと、共存できる
ところを模索していきたい。また近隣の病院の療法士が考えている事などを参考に、この
地域での国立病院のリハビリテーション科は今後どうあるべきかを考えていきたい。

P2-198-3
人事異動に伴う業務遂行能力の変化について
大石∙達也（おおいし∙たつや）1、松尾∙剛（まつお∙つよし）1、中野∙愛理（なかの∙あさと）1、守谷∙梨絵（もりや∙りえ）1、
塩田∙直史（しおた∙なおふみ）1、西崎∙真理（にしざき∙まり）1

1NHO 岡山医療センターリハビリテーション科、2NHO 岡山医療センターリハビリテーション科

【はじめに】
配置換となった職員は新採用職員に比べて即戦力として期待される。しかしシステム等の
変更により業務に順応するまでに一定期間を要す。そこで、人事異動後の業務遂行能力の
変化について評価したので報告する。

【対象・方法】
業務管理を目的に当科で作成したPerformance indicator Rehabilitation on Okayama 
Medical Center 2020（ 以 下：PRO2020）を 用 い て、 業 務 管 理 を 行 っ て い る。 今 回
PRO2020にて2022年4月から2024年3月までに当科に配置された3年以上の臨床経験
を有する職員7名を対象とし、1単位取得に必要な時間を調査するとともに、経時的変化を
評価した。なお、1単位あたりの必要時間とは、1日の取得単位数を業務時間と超過勤務時
間で除した時間と定義する。

【結果】
対象職員の平均臨床経験は、6年であった。1単位あたりの必要時間の平均は、配置後1 ヵ
月が37.44分、1 ヵ月～ 2 ヵ月30.53分、2 ヵ月～ 3 ヵ月29.34分であり、以降は30分
以内となっていた。

【考察】
2022年4月から2024年3月まで当院配置後3か月をPRO2020にて経過をおった。当院
での1単位あたりの必要時間の目標値は30分以下としている。配置1か月目は、30分超え
るスタッフが散見された。3か月間経過をみると3か月目には、平均必要時間29.34分に改
善がみられた。
職員の人事異動に対して、異動職員用の業務マニュアルや一時的な指導者の配置などをお
こない配置後のギャップの軽減に努めている。これらは異動職員が業務内容を把握するに
は有効であるが、役職者として各種委員会などのリハビリテーション以外の業務を分掌可
能となる時期の決定に難渋することがある。今回の検討は業務分掌のタイミングを計る参
考になると考える。

P2-198-2
郵送・電話対応を行うことでリハビリテーション計画書の算定数に増加が
見られた一例
植木∙健斗（うえき∙けんと）、吉田∙みちる（よしだ∙みちる）、小林∙友美（こばやし∙ともみ）

NHO 東埼玉病院リハビリテーション科

【目的】2019 年の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行に伴い、病院内での面会規
制がされ，それに伴いご家族の訪問機会が減少し，リハビリテーション総合実施計画書の
算定率が低下していた． リハビリテーション（以下リハビリ）を行うに当たってリハビリ
計画書の同意が必要である．しかし，当院の長期療養中の患者はリハビリ計画書の同意聴
取が困難な場合が多い．その場合、主介助者または後見人に代筆同意を得る必要があるが，
面会頻度が少なく代筆が難しい場合があった．そのような家庭に対して，リハビリ計画書
の同意を得るため，電話対応や書類郵送を行うことでリハビリ計画書の算定数向上を目指
した．【方法】各部門で連携し計画書の作成までの期間を早めた．面会予定日を療育指導室
や病棟看護師と共有した．面会頻度が少ない患者をリストアップし，電話にて各家庭に郵
送による計画書のサイン対応の許可を得た。月末にサイン未受領の場合に電話応対でサイ
ンの代筆許可を得た．【結果】介入前は1年間で137件だった計画書算定数が459件まで増
加した．【結論】たとえ面会頻度が少なくても、郵送や電話対応により,リハビリ計画書の算
定が増加できることが示唆された．
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P2-199-2
多系統萎縮症患者に対してICT機器導入に向けた作業療法～症例報告～
安居∙奈菜美（やすい∙ななみ）、玉木∙耕平（たまき∙こうへい）、内川∙誠（うちかわ∙まこと）、田原∙将行（たはら∙まさゆき）

NHO 宇多野病院リハビリテーション科

【はじめに】脊髄小脳変性症・多系統萎縮症診療ガイドライン2018では,「コミュニケーショ
ン障害を予防するため,早期からコミュニケーションにかかわる動作練習を行い,機能を維
持する」ことが推奨されている.また,多系統萎縮症は気管切開により発声不能になること
や,四肢も機能障害をきたすため筆談不能となり意思伝達困難となる症例が多い.報告症例
はMSA-C（罹病期間6年,71歳女性）,気管切開術を施行され発声困難で,本人・家族より「会
話がしたい,連絡を取れるようになりたい」と作業療法への希望があった.パーキンソンニズ
ム（筋固縮,振戦,無動,寡動,開眼障害）を主体とする症状を認め,文字入力の為の適合するス
イッチ選択に難渋した.ICT機器（iPad）導入に至るまでの作業療法経過を報告する.【経過】
パーキンソニズムの影響でiPad画面のタッチ操作が困難であり,眼球運動も不安定で視線入
力装置の適応なしと評価した.左側の指腹つまみは可能で,一定の筋力が保たれており振戦
も少なく安定した動きが可能であった.適応の可能性がある4種類のスイッチを準備し,そ
れぞれのスイッチ操作性の評価を行った.小型で手指にフィットしやすく,振戦の影響を受
けづらく誤操作が少なかった,平型プラケーススイッチを選択した.その後スイッチをタイ
ミングよく押すための操作練習,円滑に意思疎通を行うためのアプリの選択,iPadにスイッ
チを接続してアプリを使用した実践的操作練習を段階的に行った.【まとめ】適合するスイッ
チ選択に難渋したが,適切に作業療法評価を行い,本人・家族の希望を理解し,実現可能な目
標を決め作業療法を進めた.ICT機器（iPad）を実践導入でき,症例のQOL向上に寄与できた
と考える.

P2-199-1
当院における入力スイッチを使用したナースコール支援について～紹介～
小林∙理英（こばやし∙りえ）

NHO 南岡山医療センターリハビリテーション科

【目的】当院では意思伝達装置操作用の入力スイッチを用いたナースコール支援を行ってい
る。在庫数がわからない、いつ何を貸出、いつ返却されたのかわからない。休日や勤務時
間外の不具合発生、作業療法士によるスキル差、導入時の主治医説明や撤去のタイミング
などさまざまな問題点を抱えながら運用していた。令和5年12月現在の支援状況と運用マ
ニュアル等について報告する。【調査内容】入力スイッチによるナースコール支援者数、ス
イッチの種類、マニュアル内容、スイッチ在庫管理、スイッチ点検方法。【結果】支援者数
17名、スイッチ種類5種類、運用マニュアル（スイッチの種類と在庫数、修理、貸出管理、
定期点検、設置方法、導入の流れ、終了の流れ、不具合発生時の対応、保管場所）を作成し
医療安全管理対策室、2つの難病病棟、リハビリで共有。定期点検を3か月毎に実施、作業
療法士1名、病棟看護師1名でリストを用いて、貸出機器番号の照合、スイッチの設置状況（配
線、破損、操作可否）を確認。在庫管理はスイッチと関連機器にナンバリングを行い、貸出
表にプレートで掲示した。貸出、返却の管理は作業療法士が行った。【考察】当院は以前よ
り入力スイッチによるナースコール支援を行っていたが様々な問題を抱えていた。現在は
在庫管理、定期点検、マニュアル作成を行ったことで、医師や看護と連携を図りスムーズ
な運用が可能となっている。スイッチはすべて市販品での対応とし、作業療法士全員が対
応できる体制になっている。今後も現状が維持できる体制を継続し、支援の必要な患者に
対応できるようにしたい。

P2-198-7
完全365日リハビリテーションの導入後の副次的効果
守谷∙梨絵（もりや∙りえ）、松尾∙剛（まつお∙つよし）、中野∙愛理（なかの∙あさと）、大石∙達也（おおいし∙たつや）、
塩田∙直史（しおた∙なおふみ）、西崎∙真里（にしざき∙まり）

NHO 岡山医療センターリハビリテーション料

【目的】当院は平均在院日数10.5日の急性期病院である．従来の休日対応は2から3名の職
員が出勤し，術直後や必要性の高い患者のみ介入を行なっていた．令和5年5月より処方さ
れた全患者に介入する完全365日リハを開始した．その効果について報告する．【方法】効
果判定は患者と職員にアンケートを実施した．患者アンケートは認知機能に問題がない人を
対象とし，解析方法は記述統計，KJ法を用いた．単位数と収益は部門システムより抽出した．
患者アンケートは倫理審査委員会承認後に実施した．【結果】患者アンケートは71名のデー
タを解析した．休日リハの満足度は，満足80％，やや満足19％，やや不満1％，不満0％
であった．その理由は，生活のリズムができる，毎日のリハに満足等があげられた．医師
や看護師からは，土日に入院した患者のリハが可能になった，病院や患者にメリットが大
きい等の意見があった．リハ職員からは，著明なADL低下の減少，職員間の指導や相談が
しやすい，単位取得がしやすい等が挙がった．その反面，休日に十分なリハ提供ができない，
休日勤務の増加や連休が取りにくい等が挙がった．実施単位数はR4年度74,891単位，R5
年度93,379単位であった．収益はR4年度21,287,609点，R5年度25,835,760点であっ
た．年間収益は約2,550万円向上した．【考察】完全365日リハを導入したことで患者満足
度や病院収益に貢献できた．1人の患者に多くのスタッフが関わることで中堅職員による新
人のリハ記録の確認や情報交換が容易になり人材育成につながった．当院は在院日数が短
く機能面の評価が困難であるが，今後は金曜日に手術とした人と月曜日に手術した人の効
果判定を検証していきたい．

P2-198-6
精神科作業療法士を1名から2名体制に増員し運営した効果
橋詰∙みなみ（はしづめ∙みなみ）、近藤∙眞紀（こんどう∙まき）

NHO 舞鶴医療センター精神科コメディカル

【はじめに】当院は精神科病棟120床を有し精神科作業療法は、作業療法士1名体制で長年
運営されてきた。2023年度より作業療法士2名体制となり、1名体制時に課題であった点
を見直す取り組みを行った。【取り組み】スタッフ1名体制時の課題と、それに対し見直し
た点は次のとおりである。1）面談や報告書等の付帯業務より精神科作業療法を提供できな
い日が発生していたが、業務を分担することで解消した。2）スタッフ1名が休暇を取得し
た日でも、精神科作業療法を提供できるようになった。3）送迎時の離院リスク、暴力また
は病的体験の影響による危険行動を伴う患者への対応が困難であったが、2名で対応でき
るようになった。4）精神科作業療法を病棟から導入するために、作業療法室のみではなく
実施場所に病棟も追加した。5）認知症患者リハビリテーションを提供していなかったが、
2023年8月より開始した。6）スタッフのスケジュール調整が可能となり、多職種カンファ
レンスへの参加率が向上した。【結果と考察】精神科作業療法の算定件数は、2022年度と比
較して平均55件/月増加した。認知症患者リハビリテーション料は、2023年8月から開
始し、2024年3月までで183件算定した。この算定件数の増加は、2名体制となったこと
で付帯業務や休暇取得により精神科作業療法を提供できないことが解消し、また、1名では
実施困難であった患者や、病棟実施に適正がある患者、認知症患者リハビリテーションを
必要とする患者にも対応することができたためと考えられる。スタッフからはカンファレ
ンスへの参加が容易となったことより、定期的な情報共有を行え、患者の方針と目標を立
てやすくなったと感想があった。
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P2-199-6
デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者におけるeスポーツに対するアン
ケート調査と介入事例
渡辺∙雄紀（わたなべ∙ゆうき）1、高橋∙寛人（たかはし∙ひろと）1、武田∙芳子（たけだ∙ふさこ）2、阿部∙エリカ（あべ∙えりか）2、
和田∙千鶴（わだ∙ちづ）3

1NHO あきた病院リハビリテーション科、2NHO あきた病院脳神経内科、3NHO あきた病院副院長

【はじめに】eスポーツとはビデオゲーム（以下ゲーム）など使った競技として普及してきて
おり、障害者の余暇活動や新しい社会参加の形にもなっている。今回は当院入院中のデュ
シェンヌ型筋ジストロフィー（以下DMD）患者にeスポーツへのアンケート調査を行った。
その結果をもとに一症例に対し作業療法評価、練習をし、自身でゲーム操作が可能になっ
た症例を報告する。【方法】当院入院中DMD患者9名に対しアンケート調査を行った。内
容は1）年齢2）ゲームができなくなった年齢3）ゲームの操作方法がスイッチ入力や視線入
力でできる事を知っているか4）操作できるならeスポーツしてみたいか、選択式にて単純
集計を行った。【結果】年齢は39.1歳（±9.0）、2）ゲームができなくなった年齢21.3歳（±
5.7）、3）「知っている」と回答が89％、4）「eスポーツをしてみたい」との回答が89％と
大半を占めた。【症例紹介・経過】DMD、30歳代後半、院内のゲームサークルに所属してい
るが筋力低下によりコントローラーの操作が難しく、他者に操作してもらっている。カナ
ダ作業遂行測定（以下COPM）の項目でも「ゲームサークル」が挙げられているが遂行度4、
満足度6と「操作してもらっているから気を使う」など発言が聞かれた。作業療法場面では
筋力・動作評価をし、口唇でジョイステック、両母指で接点式入力装置を使用する方法でゲー
ム操作が可能となりCOPMでは遂行度9、満足度9と点数が向上した。【まとめ】ゲームに
対してニーズは高く、具体的に支援機器を体験する事で活動や参加への主体性がより高まっ
てくると思われる。作業療法士は対象者の理解はもちろん、支援機器を含めた環境の理解
も重要であると考えられる。

P2-199-5
意思伝達装置長期利用のための導入時評価～視線入力方式とスキャン方式
での操作性の比較と満足度調査～
大井∙七海（おおい∙ななみ）、畑井∙利雄（はたい∙としお）、高瀬∙三貴子（たかせ∙みきこ）

NHO 天竜病院リハビリテーション科

【はじめに】近年、コミュニケーション機器（CA機器）が発達し、様々な病状に応じた入力
スイッチの選択が可能となっている。一方、導入後の頻回なスイッチ交換やスイッチの不
適合による利用中止群がいることが報告されている。導入時に操作の可否だけでなく、対
象者個々の操作のしやすさや満足度を考慮する必要がある。【目的】意思伝達装置の文字入
力における入力速度や疲労感、満足度を健常者と比較することで、身体能力の違いによる
操作性への影響を把握し、患者ニーズに応じた入力方式選択の一助とする。【方法】意思伝
達装置を導入しているALS患者2名（A氏、B氏）および健常者2名（C氏、D氏）の、視線入
力方式とスキャン方式それぞれの文字入力時の入力速度、正誤数を計測し、操作時の疲労
感と満足度についてNRSを用いたアンケート調査を行った。【結果】入力速度は、スキャン
方式でA氏10分、B氏2分55秒、C氏3分10秒、D氏3分3秒、視線入力方式でA氏40秒、
B氏9分8秒、C氏46秒、D氏39秒であった。疲労感はA、C氏においてスキャン方式で
強く、視線入力方式では0であった。B氏はどちらも0、D氏はどちらも6であった。満足
度はどの例も入力速度が速いほうが高かった。【考察】すべての例で意思伝達装置の文字入
力操作における満足度は文字入力速度に比例しており、文字入力速度を計測した上で入力
方式を選択することは、意思伝達装置利用者の満足度向上に寄与すると考える。また、疾
患の有無に限らず、文字入力における入力速度と疲労感は必ずしも一致せず、個別性が高
いことから、導入時に事例ごとの主観的な疲労感を評価する必要があると考える。

P2-199-4
作業療法士の行うゲーム操作支援が自己効力感を向上させた事例
-Duchenne型筋ジストロフィー者に対する任天堂Switch操作支援を通し
て-
堀内∙奨（ほりうち∙しょう）1、三橋∙里子（みはし∙さとこ）1、梶∙兼太郎（かじ∙けんたろう）1、中山∙可奈（なかやま∙かな）2

1NHO 東埼玉病院リハビリテーション科、2NHO 東埼玉病院神経内科

【背景】難病患者のQOL向上のためには,自己効力感の維持・向上かつ自己効力感に対する
支援を行う事が大切である（大曲ら,2017）.今回,任天堂Switch（以下,SW）操作が困難に
なったデュシェンヌ型筋ジストロフィー（以下,DMD）者に対してゲーム操作支援を行い,自
己効力感の向上が図れたため,以下に報告する.【症例紹介】20歳代,男性,X年DMDと確定
診断,X＋12年TIPPV管理及び当院長期療養入院開始,X＋20年4月作業療法開始.機能障
害度分類Stage8,上肢機能障害度分類ステージ12,ADL全介助,表出理解共に良好.X＋20
年12月の車椅子乗車困難を契機に,SW操作も困難.【介入内容と経過】＜第1期：現状の操
作性評価期＞X＋21年4月に担当作業療法士が変更.カナダ作業遂行測定（以下,COPM）
を行い,SWは重要度10・遂行度4・満足度3であった.操作環境は,左手側はコントロー
ラー（以下,CE）固定台,右手側はスナップボタン付きのCEを設置.スティックは前後操作
不十分,ボタンはAボタン操作のみ可能.症例より円滑なスティック操作獲得希望あり.＜第
2期：操作環境の再調整期＞X＋21年5月に固定台は前後のスティック操作が円滑に図れ
るように改良し,CEはスティック上に突起をつける等の加工を実施.X＋21年7月には見守
りなしでSW操作可.症例より｢次はドラクエをやりたい｣と発言が聞かれ,COPMは遂行度
7・満足度6に向上.【考察】自己効力感は自身が直接やってみてできた経験により向上する

（Bandura,1997）.本症例の場合,SW操作の再獲得が成功体験となり,COPMの向上等に繋
がったと考える.従って,好きな作業活動の遂行が困難になった方に対し,残存機能を活用し
た本人の望む作業遂行を支援する事は自己効力感等を向上させる一助になる事が示唆され
た.

P2-199-3
急性期病院における進行を見据えたALS患者への在宅に向けたコミュニ
ケーショ支援
高梨∙美幸（たかなし∙みゆき）1

1NHO 埼玉病院リハビリテーション科、 
2国立精神・神経医療研究センター身体障害リハビリテーション部

【はじめに】筋萎縮性側索硬化症（以下、ALS）のコミュニケーションの支援は、現存の機能
が保たれている段階で、その方法が困難となった場合に備え準備することが望ましいが支
援のタイミングの難しさに加え、機器を扱う業者も少なくデモ期間が1日から数日と短い
こと、専門的な機器を必要とする時期でも申請してから使用できるまで数か月かかる現状
がある。今回、視線入力練習と申請を行い、NPOやと連メーカーと連携し、途切れること
ない支援を継続できた症例を経験したので報告する。【症例紹介と経過】50歳代男性　X年
ALSの診断からX+2年の検査入院まで、業務内容の変更などで仕事は継続。検査目的の短
期入院予定だったが、気管切開（以下、気切）が必要な状況となり退院延期。その際、気切
後の不安が強く、「コミュニケーション方法の確立ができない状態での気切はしたくない」
という思いが非常に強く入院期間延は延長していた。【OTの関わり】X+1年:マイボイスTM

の録音を完了。X+2年:手指MMT2入院時ADL全介助。環境設定・文字盤の紹介、視線入
力訓練中心に実施。当院にて業者による意思伝達装置の機種選定のデモを実施し、市役所
の福祉担当者にも同席頂く。本人より自宅退院直後すぐにmiyasukuEyeConSWTMを使用
したいという希望があり手はずを整えた。【考察】症例にとって予期せぬタイミングでの気
切となった。気切前より文字盤練習を行うも、不安はぬぐえなかったが、寄り沿った介入
により在宅生活に向けた支援が行えた。また、OTとして関連機関への働きかけも重要であっ
た。
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P2-200-3
終末期患者に適した口腔ケアを実践するための取り組み
高田∙学（たかだ∙まなぶ）1、朝比奈∙康子（あさひな∙やすこ）1、椎名∙保恵（しいな∙やすえ）1、片岡∙真由美（かたおか∙まゆみ）1、
藤本∙遼（ふじもと∙はるか）1、小西∙哲仁（こにし∙てつひと）2、竹内∙照美（たけうち∙てるみ）2、岸∙玲子（きし∙れいこ）2、
原∙真由美（はら∙まゆみ）1

1国立がん研究センター東病院看護部、2国立がん研究センター東病院歯科

【目的】緩和ケア病棟（以下PCU）において、終末期患者に適切に口腔ケアを実施できる。【方
法】A病院PCUにおいて2023年6月1日から2024年1月30日までに口腔ケアを実践す
るための対策の検討・実施、評価を行った。親和図法・連関図法を用いて阻害要因及び根
本原因を明らかにした後、根本原因に対する対策を系統図法・マトリックス図法を用いて
立案した。対策の実践では歯科スタッフと協働した。対策に対する評価は2024年1月4日
から1月30日のPCU入院患者の口腔ケア実施記録の有無等を評価した。また、PCU看護
師23名へ口腔ケア実践へのアンケートを行い、各対策の実施状況等を評価した。本研究は
倫理審査の対象外のため、施設長の許可を得て実施した。【結果】根本原因は、「症状のコン
トロール不良」、「口腔ケアに関する知識不足」、「病棟における口腔ケア用品の不足」、等が
挙げられた。対策として、1.症状コントロールのためのカンファレンス体制整備、2.ケア
用品パンフレットの整備、3.口腔ケア勉強会の開催、4.歯科コンサルテーションフローの
作成、5.口腔ケアフローの作成、6.口腔ケア実践記録方法の統一、を立案し、実施できた。
記録の評価では毎勤務1回以上の記載率が8.6%から20.5%に増加した。アンケート調査
から知識・技術面で「臨床で役立てることができる」と全看護師より回答があり、ケア用品
の利便性について7件の肯定的意見を得た。【考察】口腔ケア記録記載率の増加やアンケー
ト調査から、6つの対策により口腔ケアが実施出来るようになったと考える。今後は対策の
継続性や各種フローの評価が必要と考える。

P2-200-2
オピオイド説明用紙作成による患者指導の質の向上と統一化の取り組み
長門石∙光司（ながといし∙こうじ）1、岡∙陽子（おか∙ようこ）1、田中∙麻理子（たなか∙まりこ）2、明石∙直子（あかし∙なおこ）1、
竹松∙茂樹（たけまつ∙しげき）1、永井∙聡子（ながい∙さとこ）1

1NHO 姫路医療センター薬剤部、2NHO 神戸医療センター薬剤部

【背景・目的】姫路医療センター（以下、当院）では原則、医療用麻薬が導入される際は患者
に主治医からの説明があった後、入院中であれば病院薬剤師や看護師、院外処方であれば
薬局薬剤師から説明が行われる。しかし、主治医の説明内容が不明な時もあり、説明に苦
慮することもある。また、説明者によって内容が異なると、患者の不信感やアドヒアラン
ス低下の一因になると考えられる。この対策として、統一した説明を行うための指導書が
必要と考え、作成したので報告する。【方法】当院緩和ケアチームと薬剤部内の担当者で医
療用麻薬の導入時に必要と思われる内容等を協議し、作成した。【結果】医療用麻薬の副作
用や患者個々の使用薬剤を記載した説明書と医療用麻薬に対する不安を取り除くための説
明書の2種類を作成した。2種類とも患者の読みやすさを大前提とし、説明書はA4サイズ
1枚にまとめた。薬剤名は一般名称とし、調剤薬局で実際に受け取る薬剤名と異なることに
よる混乱を生じないよう工夫を行った。副作用は過度に不安を煽らないようするため｢便秘・
嘔気・傾眠｣のみを記載した。活字だけでなく図を配置し、視認性の向上も図った。入力時
の負担軽減のために薬剤選択や用法用量の選択は全てプルダウン形式とした。【考察・今後
の展望】医療用麻薬を導入する際に使用する指導書としては、医療者が簡潔に作成でき、ま
た、患者にとって理解しやすいものが作成できたと考える。現在、指導書は電子カルテ内
に準備され、誰でも使用可能となっており、院内での使用感の確認を行っている。良好な
使用感が得られれば、地域にも指導書を公表し、院内外を通じて切れ目なく質の高い指導
に繋がると考える。

P2-200-1
終末期ケア・緩和ケアに関する看護師の認識と実践における困難感－非が
ん性疾患患者の終末期ケア・緩和ケアの取り組み－
浦野∙湧友（うらの∙ゆうと）

NHO 天竜病院看護部

【目的】慢性呼吸器疾患や神経難病等の終末期ケアを担当する看護師の緩和ケアに関する認
識、困難感の実態を明らかにする。長期療養で終末期にある患者がその人らしく最後を迎
えるための看護、ひとりひとりが安楽に過ごせる看護について検討する。【方法】対象：A
病院内科・脳神経内科病棟看護師35名方法：質問用紙　単純集計および看護師経験年数で
群分けし困難感に関する結果を分析【考察】多くの看護師が終末期ケアにおいて困難感を抱
いていたが、年代により困難感の内容は違っていた。0－3年目は目に見えるものに困難感
を感じているため基礎教育の保証として教育の機会を持つこと、4－10年・11年目以降は
視野が広がり精神面やチームで看ることの困難感を感じていたため、ニーズに沿ったケア
の提供ができるよう、一つの方法としてカンファレンスが有用である。【結論】0－3年目看
護師では知識・技術に困難感を感じている。4－10年・11年目以降の看護師ではコミュニ
ケーションや医師・看護師・他職種との連携の不十分さに困難感を感じている。看護師経
験年数が長くなるほど視野が広がりより困難感を感じている。

P2-199-7
デュシェンヌ型筋ジストロフィー患者の上肢機能についての検討
清水∙功一郎（しみず∙こういちろう）1、宮崎∙裕大（みやざき∙ゆうた）1、山野∙真弓（やまの∙まゆみ）1、
佐々木∙俊輔（ささき∙しゅんすけ）1、松尾∙英祐（まつお∙えいすけ）1、上村∙亜希子（かみむら∙あきこ）1、吉野∙ゆう（よしの∙ゆう）1、
有明∙悠生（ありあけ∙ゆうき）1、西田∙大輔（にしだ∙だいすけ）1、竹下∙絵里（たけした∙えり）2、原∙貴敏（はら∙たかとし）1、
小牧∙宏文（こまき∙ひろふみ）2

1国立精神・神経医療研究センター身体リハビリテーション部、 
2国立精神・神経医療研究センター脳神経小児科

【はじめに】
当院の身体リハビリテーション部作業療法部門では、デュシェンヌ型筋ジストロフィー患
者（以下DMD患者）の年1回の定期的な上肢機能評価を行なっている。今回、令和5年度
に当院へ来院した患者の上肢機能について分析を行ったので報告する。

【方法】
令和5年度に握力（利き手）、Brooke Upper Extremity Scale（Brooke）、上肢機能障害度
分類、Performance of Upper Limb（PUL）の評価を行ったDMD患者187名のうち、5歳
未満、評価項目のいずれかで欠損値があった症例を除外した109名を対象とした。それぞ
れについて5歳ごとに年齢区分し、中央値を求めた。

【結果】
握 力、PULの そ れ ぞ れ の 年 齢 区 分 別 の 中 央 値（ 四 分 位 範 囲 ）の み 記 載。6 ～ 10歳

（n=16）:3.6kg（2.8-5.6）、36（28.5-39.5）、11 ～ 15歳（n=23）：5.3kg（4.8-7.3）、34
（26-38）、16 ～ 20歳（n=29）:3.6kg（2.4-5）、16（10-19）、21 ～ 25歳（n=19）、2.7kg
（1.2-4.2）、12（6.5-20）、26 ～ 30歳（n=11）:0.3kg（0.2-0.8）、1（0-6）、31歳 以 上
（n=11）:0kg（0-0.9）、1（0-4.5）であった。
【考察・まとめ】
握力は11 ～ 15歳でピークを迎え、26歳以降の低下が大きかった。PULは11 ～ 15歳と
16 ～ 20歳の区間での変化幅が大きかった。Brooke、上肢機能障害度分類も同様の変化が
見られた。各年齢区分において日常生活動作、進学や就労、PC操作などと上肢機能評価の
相関を検討することで、日々の臨床での重要な介入ポイントを明らかにするとともに、病
院だけではなく、地域でも簡便に評価できるような評価項目が提示できることで、日々の
臨床の一助となり得るのではないかと考える。今後、経年的にデータを蓄積して分析を行っ
ていきたい。
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P2-200-7
ACPに対する難解なイメージを払拭するためのポスター活動
前田∙智樹（まえだ∙ともき）1、山下∙貴子（やました∙たかこ）1、
門田∙優佳（もんでん∙ゆか）1、中山∙やちよ（なかやま∙やちよ）2、中村∙孝佑（なかむら∙こうすけ）2、城野∙裕朗（じょうの∙ひろあき）3、
飯塚∙暁子（いいづか∙あきこ）4、神崎∙真義（かんざき∙まさよし）5、堅田∙咲紀（かただ∙さき）6、高橋∙健司（たかはし∙けんじ）7

1NHO 福山医療センター看護部、2NHO 福山医療センター薬剤部、 
3NHO 福山医療センター医療連携支援センター、4NHO 福山医療センター精神科、 
5NHO 福山医療センターリハビリテーション科、6NHO 福山医療センター栄養管理室、 
7NHO 福山医療センター呼吸器外科

背景
A病院におけるアドバンス・ケア・プランニング（以下ACPとする）の普及は十分ではなく、
ACPを理解し実践できる職員の増加が課題である。そこで、ACPの普及を目的にいくつか
の取り組みを行ったため、その一例を報告する。
活動内容
事前の簡易な聞き取り調査で、ACPに対して「難解なものである」というイメージを持つ職
員が散見された。そこで、興味を引く題目で、なおかつ視覚的に引き付けるデザインで示
したポスターを院内のWeb掲示板や広報誌に掲載することで、難解なイメージを払拭し
ACPの普及を図ることとした。ポスターの内容は、ACPに関連のあるコミュニケーション
技術の一部などをテーマに、ACPの会話の様子を絵で示し、支援のポイントも紹介するも
のとした。2年間で6つのポスターを作成し、題目は『「はじめまして」から始めたACP』『1
分間のACP～検温中の一歩踏み込んだ声かけ～』『「死にたい」の向こう側にある大切な思い』

『抗がん剤治療を中止したいと訴える患者（1）～ ACP開始の糸口を掴む編～』『（2）～さら
に一歩踏み込む編～』『（3）～完結編～』とした。
結果
全職員を対象としたアンケートの「ACPを知っていますか」という質問に対して、「知ってい
る」と回答した職員は19％（2022年6月）から43％（2024年2月）へ増加した。「ACPを
実践していますか」という質問に対して、「実践している」と回答した職員は36％から41％
へ微増した。
考察
視覚的に引き付けるデザインのポスターを用いることで、ACPに関心を持ち、敬遠せず理
解の一歩を進めることにつながり、難解なイメージの払拭やACPの理解度の向上に寄与で
きた可能性が考えられた。

P2-200-6
手術療法を受ける消化器がん患者の入院時苦痛のスクリーニングの現状
内藤∙潤（ないとう∙じゅん）、吉田∙風香（よしだ∙ふうか）、福園∙麻衣（ふくぞの∙まい）、島内∙美紀（しまのうち∙みき）

NHO 大阪南医療センター看護部

【はじめに】緩和ケアを早期から適切に提供するために「生活のしやすさに関する質問票」を
用いて苦痛のスクリーニングを実施している。手術療法を受ける消化器がん患者の入院時
に聴取した苦痛のスクリーニングを後方視的に検討し、消化器がん患者の入院時の苦痛の
現状を明らかにする。

【方法】対象は2023年4月～ 2024年3月までに消化器がんと診断され手術療法を受けた患
者141名。個人情報保護に配慮し、苦痛のスクリーニング結果を診療録等より後方視的に
検討した。

【結果】苦痛のスクリーニング実施率は76％。対象の平均年齢74.4歳、平均在院日数20.5
日、「気持ちのつらさがある」68名、「身体的症状がある」43名（その内具体的消化器症状が
19名、消化器症状以外が13名、無回答が11名）、「病状や治療の心配事がある」35名、「日
常生活の心配事がある」20名、「経済的な心配事がある」13名であった。専門家の介入希望
は看護師、医師、薬剤師の希望14名、医療ソーシャルワーカー 3名、心理士3名であった。

【考察】手術療法を受ける患者の約1/3は何らかの身体的症状があり、軽度以上の気持ちの
つらさがある患者が68名いることから、入院時より身体症状のマネジメント、現状理解の
確認、心理状態の把握、支持的関与などの多面的なサポートや専門家との連携の必要性が
示唆された。

【結論】苦痛のスクリーニング結果を検討した結果、手術療法を受ける患者の入院時の苦痛
は「気持ちのつらさ」「身体症状」「病状や治療の心配事」「日常生活の心配事」などであった。
入院から手術までの限られた時間の中で患者の苦痛を把握し患者の苦痛が軽減するような
関わりが必要である。

P2-200-5
緩和ケア患者における氷菓の有効性の検討
澤田∙周矢（さわだ∙しゅうや）1、僧都∙あおい（そうず∙あおい）1、川口∙みのり（かわぐち∙みのり）1、鈴木∙真衣（すずき∙まい）1、
栗田∙裕美（くりた∙ゆみ）1、山田∙直子（やまだ∙なおこ）1、阿部∙宏美（あべ∙ひろみ）2、森田∙茂行（もりた∙しげゆき）3

1NHO 千葉医療センター栄養管理室、2NHO 下総精神医療センター栄養管理室、 
3国立精神・神経医療研究センター栄養管理室

【目的】当院は地域がん診療連携拠点病院に指定されており、がん終末期の方に対する専門
的な緩和ケアの提供を行っている。終末期がん患者は悪液質の進行により食欲不振を呈す
ることが多く、食事調整や補助食品の利用が必要となるケースも多い。今回緩和ケア病棟
の患者を対象に氷菓（ガリガリ君）の提供を新たに開始したため、その有効性について検討、
報告する。【方法】対象は令和5年11月から令和6年4月にかけて氷菓を提供した緩和ケア
患者15名とした。患者プロファイル、氷菓提供量、摂取状況、入院日数、氷菓提供期間、
転帰について調査し、緩和ケア病棟看護師に対して使用感の聞き取りを行った。【結果】氷
菓を提供した緩和ケア患者は男性8名、女性7名、平均年齢75.9歳であった。1日あたり
平均1.4個の氷菓が提供されており、15名中11名が安定して摂取、2名が時々摂取、2名
が摂取不可という結果であった。平均入院日数は28日、平均氷菓提供期間は10日間であり、
全例が死亡退院となったが、内10名は亡くなる前日、又は当日まで氷菓が摂取できていた。
緩和ケア病棟看護師からは介助がしやすい、患者の口喝感に対して有効など、好意的な意
見が得られた。【考察及び結論】悪液質に伴う食欲不振は緩和ケアに紹介された患者の80％
以上に生じているとされており、終末期がん患者のQOL低下の一因となっている。また口
呼吸の増加や唾液分泌の減少により口渇感を生じることが多く、氷片の摂取を希望される
患者も多い。今回提供した氷菓は食欲不振時でも摂取しやすいこと、口渇感の改善につな
がることから終末期がん患者に対して有効であったと考えられる。

P2-200-4
急性期病院外科系病棟の緩和ケア看護への看護師の意識に関する実態調査
江頭∙佳那（えがしら∙かな）、東田∙千聡（ひがしだ∙ちさと）

NHO 熊本医療センター 7階東病棟

【はじめに】
当院は3次救急とがん診療連携拠点病院という役割を担っており、充実した緩和ケアが必要
である。しかし、急性期看護と緩和ケア看護の両立は難しく、病棟看護師は緩和ケアに対
し苦手意識があると推測した。そこで、がん看護の充実のため緩和ケアに対する意識調査
を行い、悩みの本質を理解したいと考えた。

【研究方法】
病棟看護師38名に対し｢看護師の癌看護に関する困難感尺度｣を用いて、アンケートを実施
した。さらに、看護師経験年数、がん看護経験年数、がんに関する研修受講歴の有無につ
いて調査した。これらの背景と困難感との関連をMann-WhitneyのU検定を用いて分析し
た。

【結果】
｢看護師の癌看護に関する困難感尺度｣で困難感が高いのは、経験年数に関わらず、〔コミュ
ニケーションに関すること〕〔自らの知識・技術に関すること〕であった。当病棟は、全国
的に比べ看護師経験年数の平均は低いが、困難感と経験年数ではほとんど有意差はみられ
なかった。がん看護経験、研修参加歴の有無では有意差がみられ〔コミュニケーションに関
すること〕〔自らの知識・秘術に関すること〕では経験があるほうで困難感が高いが、逆に〔告
知に関すること〕〔医師の治療や対応に関すること〕では経験のないほうで困難感が低かっ
た。

【総括】
困難感の減少には研修や臨床で培った経験・知識が関連しているが、学ぶことで役割意識
が芽生え困難感は高まると考えられる。日々の困難感や悩みなど、カンファレンスで考え
を共有し、患者にとっての最善を検討していくことで、患者中心の看護に繋げることがで
きるのではないかと考えれらる。
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P2-201-4
安定的なクロザピン治療の継続を目的とした運動プログラムの有効性
仲間∙賢治（なかま∙けんじ）、與那嶺∙和也（よなみね∙かずや）、玉城∙友也（たまき∙ゆうや）、高江洲∙美寿 （々たかえす∙みすず）

NHO 琉球病院精神科

1．目的A病棟では難治性統合失調症患者に対してクロザピンによる薬物治療を行ってお
り、血球数が低い患者に対し、医師の指示のもと、白血球数増加を目的に運動を実施して
いる。今回、定量化した運動プログラムを実施する事で白血球数が安定し、採血の追加実
施の回数が軽減するのかを検証する。2．方法1）研究対象本研究に同意の得られた3名。2）
運動プログラムの作成　目標心拍数（各124 ～ 143回/分）を定め運動プログラムを立案。
3）運動プログラム実施前後の白血球数と採血回数の変化の確認3．結果　運動プログラム
は対象患者の趣向や経験を加味しながら、白血球数を増やすという共通の目的と運動に対
する個人の目標を立て個別性を持たせた。運動プログラム導入前の白血球数平均値はA氏
5302、B氏4375、C氏4725、運動プログラム導入後の白血球数平均値はA氏5200、B
氏4282 、C氏4825で導入前後での著明な変化はなかった。採血回数も変化はなかった。4．
考察　今回、対象が3名と少なく改善が示唆されるデータは得られなかったが、運動の継続
やグループダイナミクスという点では、スポーツ的な要素を取り入れ、参加人数を増やす
事で更なる検証につながる。しかし、運動プログラムの作成段階より患者が主体的に関わり、
自己決定を支えることで自己の課題として認識され積極的な取り組みへとなった。5．結論　
1）運動プログラム導入前後での白血球数や採血回数の比較において改善を示唆するような
変化は現時点では明らかになっていない。2）参加者の相互交流を通じて自己効力感の獲得
やモチベーションの向上につながり、運動の楽しさを実感することで継続への意欲に繋がっ
た。

P2-201-3
精神科病院におけるリカバリー志向の認知療法の導入に関する取り組み
古村∙健（ふるむら∙たけし）

NHO 東尾張病院地域医療科

1990年代から慢性の幻覚妄想を有する統合失調症患者への効果的な心理支援として、認知
行動的アプローチが英国にて報告された。日本には2000年代に紹介され、2010年代には、
日本での実践報告も増えたが、高い技術が要求されるため普及が課題となっている。2020
年代になり、アクティビティを積極的に活用し、「適応モード」の活性化に軸を置いた重度
精神障害に対する「リカバリー志向の認知療法（CT-R）」が提唱され、新たな展開を迎えてい
る。本報告では、精神科病院におけるCT-Rの導入の取り組みを報告する。
2023年にCT-Rの訳書出版を機に、精神科病院における導入について院内の心理療法士で
検討を行った。その結果、CT-Rには、心理療法士の面接技術と、多様なアクティビティを
活用する作業療法士との連携と統合を図りながら、幅広く重度精神障害者へのアプローチ
が展開しうることが期待された。そこでCT-Rの内容を十分に理解するため、各病棟、デイ
ケア、外来にて重度精神障害への心理支援に携わる3名の心理療法士で抄読会を開催するこ
ととした。抄読会のリーダーは、CT-Rに関する講演・シンポジウム・研修会に参加し、理
念と適用方法の学習を進めた。抄読会は月1回のペースで第1部を読み進め、支援の原理に
関するディスカッションと事例への適用の検討を行い、活用方法の理解を深めた。2024年
度からは作業療法士2名を迎え、CT-Rのモデルを用いた事例検討会に切り替えた。このよ
うな経過で、心理療法士と作業療法士が連携しCT-Rの理念と実践方法を活用する動きが始
まった。本報告が精神科病院におけるCT-Rの導入のモデルとなることを期待する。

P2-201-2
精神科急性期病棟における疾患別セルフケアのリカバリー傾向を把握する
小山∙直輝（おやま∙なおき）、青木∙敏彦（あおき∙としひこ）、梅澤∙みどり（うめざわ∙みどり）、伊藤∙真弓（いとう∙まゆみ）

NHO 花巻病院精神科

【はじめに】精神科急性期病棟のA病棟では、患者に不足しているセルフケアを主観的に判
断している事が多い。そこでFIMを活用し客観的に評価することで精神症状の悪化によっ
て不足するセルフケアの傾向、精神症状の軽快に伴い回復が期待できるセルフケアの傾向
を知ることができるのではないかと考えた。延いてはFIMが精神科領域においても、患者
に必要な支援をより具体的に示すことができるのではないかと考えた。【方法と対象】（1）
入院時と入院から3か月後、或いは退院時に、FIMを使用し評価を行った。（2）ICD10の
疾患群別に入院時と退院時のセルフケア能力を比較した。また、評価内容から疾患群別の
セルフケアの回復度、回復できる項目を比較した。【結果】対象患者は35名だった。年齢は
15歳から76歳、平均年齢は48.3歳だった。初回評価から最終評価までの期間は最長91
日、最短3日、平均39.3日、中央値30日だった。各疾患群別に初回評価と最終評価を比
較するとすべての疾患群において最終評価のほうが高値だった。性差による有意差は認め
られなかった。ICD10の疾患群別で全体の37％を占め最も多いF2群とF2群以外の群の比
較においても有意差は認められなかった。【考察】すべての患者で初回評価では運動項目だ
けでなく、認知項目も低下し、退院時には両者ともに回復していた。精神症状の悪化により、
認知機能や何気ない動作の認識が困難になり活動性も低下する。入院により精神症状が安
定し、日常生活を送ることで認知機能が回復していくと考えられFIMが患者の状態の目安
となり得る。本研究の限界として、対象数が35名と少数であるため不均衡が生じ、疾患ご
との評価に個々の特性が影響を与えている。

P2-201-1
精神科病院における摂食・嚥下アセスメントシート作成の取り組み-安心・
安全な食事提供を目指して-
高木∙ももこ（たかぎ∙ももこ）、比嘉∙理恵美（ひが∙りえみ）、矢口∙友梨（やぐち∙ゆり）、安次富∙りさ（あしとみ∙りさ）、
名幸∙陸（なこう∙りく）、宮城∙尚子（みやぎ∙しょうこ）、西口∙悠架（にしぐち∙ゆうか）

NHO 琉球病院看護部

A病院では、X年Y月に食事中の窒息による死亡事例が発生した。その背景・要因として
は摂食嚥下に関する評価ツールがなく、患者一人ひとりの摂食・嚥下状態を適切にアセス
メントできていない現状や食事時間の観察体制に問題があった。入院患者の高齢化や、向
精神病薬などに伴う嚥下障害のリスクを抱える患者が増加しており、早急に摂食・嚥下ア
セスメントを行う評価ツールを作成する必要があった。そこで医療安全部会において、プ
ロジェクトチームを立ち上げ、先行研究を参考に摂食・嚥下アセスメントシートを作成し、
プレテストを実施した。評価の分類と因子の見直し、文言の修正、摂食機能療法と連動し
た形式とし、分類：7個、因子17個とした摂食・嚥下アセスメントシートが完成した。また、
看護師が統一して適切な評価が行えるようフローチャートも作成した。摂食・嚥下アセス
メントシートの作成の経緯と使用方法を全職員へ周知し、より安全に食事支援ができるよ
うに研修開催や、病棟との情報共有などを積極的に行った。これまでは看護師の経験値や
独自の判断で、患者の摂食嚥下に関するケアが行われてきた実態があったが、今回の取り
組みで適切な評価指標を可視化し、適正評価に繋げるシステム作りができた。令和5年1月
から9月にかけてインシデント7件、アクシデント1件の報告があったが、9月以降はイン
シデントの発生はない。これまでの取組みにより、職員の意識変革につながった結果と考
える。現在は、NST委員会へ取り組みを引き継ぎ、摂食・嚥下アセスメントシートの定着
に向けて活動している。作成した摂食・嚥下アセスメントシートが有効であるか評価する
ことが今後の課題である。
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P2-202-1
日帰り手術を受ける外来患者への術前における看護介入の検討～外来看護
師と手術室看護師に対するアンケート調査から考える～
小滝∙茉佑南（こたき∙まゆな）、矢野∙麻利江（やの∙まりえ）、高橋∙侑也（たかはし∙ゆうや）、小島∙正義（こじま∙まさよし）、
石田∙喜美子（いしだ∙きみこ）、道野∙従子（みちの∙しょうこ）

NHO 敦賀医療センター手術室

【はじめに】A病院では日帰り手術が約40％を占め、患者への術前説明は外来看護師が行っ
ている。手術当日、患者から想像とは異なる環境への戸惑いや手術に対する不安を聞くこ
とがよくあるため、術前説明の充実を図る必要があると感じた。そこで現状の課題を明らか
にし手術室看護師としてどのように介入してよいか検討したいと考えた。【方法】先行研究
を参考に独自に作成した「日帰り手術患者に対する術前看護介入に関するアンケート」を外
来・手術室看護師対象に行った。項目は1.術前説明で充実を図った方が良い内容2.手術に
伴う患者からの質問内容3.術前説明で困った経験について、項目ごと自由記載・選択項目
に関して単純集計した。【結果】アンケートは25名に配布、23名から回収（回答率92％）、
有効回答率96％であった。1では82％が「手術中の流れ、注意点」で充実を図った方がよ
いと答えた。2では「来院時間」「手術時間」が回答数9件で最も多かった。3の自由記載に
は外来看護師から「麻酔のイメージ、手術室での流れが分かりにくい」などの意見があった。

【考察】1・3の結果より手術室看護師は、外来看護師が手術室での流れを具体的にイメージ
できるよう介入を行うことで、術前説明の充実につながると考える。また2の結果より患者
背景が様々であり、現在の術前説明方法やパンフレット内容では患者が不安を抱えたまま
手術に臨んでいたと考える。【終わりに】患者が不安なく日帰り手術を受けるために、手術
室の流れ・注意点に関する勉強会の開催や麻酔や手術の流れがわかるパンフレットの修正
を協同で行えるよう連携体制を構築し、患者のニーズに沿った術前説明の充実を図る。

P2-201-7
複数病棟をつなぐ精神科オンラインプログラムの取り組み
森口∙真（もりぐち∙まこと）、野村∙照幸（のむら∙てるゆき）、大越∙拓郎（おおこし∙たくろう）、山田∙亮太（やまだ∙りょうた）

NHO さいがた医療センターリハビリテーション科

当院では2023年5月よりアプリケーション「ZOOM」を用いて当院の3つの精神科病棟（急
性期病棟、慢性期病棟、医療観察法病棟）に対してオンラインで行うプログラム「生活スキル」
を実施している.当院で行う従来のプログラムは依存症や統合失調症、躁うつ病などの疾患
特異なプログラム構成が多いことやCOVID-19の感染者発生下でのプログラム運営に課題
があった.そのため,院内で精神科治療プログラムワーキンググループを発足し,どの疾患に
も効果的かつ多くの患者が参加可能で感染状況に影響されないプログラム「生活スキル」を
考案し多職種で運営を開始した.「生活スキル」では,例えば作業療法士が「簡単にできる調理」
心理療法士が「怒りのコントロール」,精神保健福祉士が「制度について知っておこう」看護師
が「感染予防について」など多職種が職域を生かし週替わりで生活に役立つ知識を講話形式
で質疑応答を交えながら複数病棟へ発信している.実施は週1回,2時間を目安とし各病棟に
プログラム担当スタッフを配置し機器の調整、病棟アナウンス、質疑集約などを担い行っ
ている.結果,参加した患者からは「みんなに役立つ知識だと思う」「コロナで病棟外に行け
ないけどプログラムに参加できた」など好意的な意見が得られたため,取り組みの背景や内
容を報告する.

P2-201-6
児童思春期病棟における患者参加型カンファレンスの実践とその効果
平位∙和寛（ひらい∙かずひろ）1、山田∙亜夢未（やまだ∙あゆみ）1、田中∙成和（たなか∙しげかず）1、益田∙和利（ますだ∙かずとし）2、
西田∙あいみ（にしだ∙あいみ）2、金子∙勇二（かねこ∙ゆうじ）2、徳永∙里美（とくなが∙さとみ）2、音成∙昭彦（おとなり∙あきひこ）2、
大城∙日和（おおしろ∙ひより）2、山内∙良篤（やまうち∙よしあつ）2、山口∙正倫（やまぐち∙まさみち）2、重橋∙塁（じゅうばし∙るい）2、
和田∙芳郎（わだ∙よしろう）2、三好∙紀子（みよし∙のりこ）2、山下∙葉子（やました∙ようこ）2、辻本∙泰子（つじもと∙やすこ）2、
古川∙なつみ（ふるかわ∙なつみ）2

1NHO 肥前精神医療センターリハビリテーション科、2NHO 肥前精神医療センター児童思春期病棟

【背景】児童思春期病棟に入院している18歳以下の患児の治療や支援計画を検討する場合、
対象となる児が未成年であるため、養育者や支援者が主体となる治療や支援計画となりや
すい傾向がある。また患児が持つ情報や判断材料の少なさ、疾患特性もあって、本人が治
療について考え、主体的に参加することが少ない印象を持つ。また文献等でも児童思春期
病棟での「患児中心の医療」や「共同意思決定」の実践は非常に少ない。【目的】患者参加型カ
ンファレンスを実践し、患者の意向を踏まえた治療計画の作成や患児自らも治療の一員と
して関わっていく仕組みづくりを行い、治療に対するアドヒアランスや治療効果の向上を
目指した。【方法】今回当院の児童思春期病棟で意思決定能力がある10歳以上の児に対して、
患者参加型カンファレンスや治療ミーティングを実施。治療主体となる患児自身にも治療
目的や今後の見通しを説明し、治療への主体的参加や本人の意向に合わせた治療プログラ
ムの作成を行い、実践後振り返りを行った。【結果】4事例に対して実践。4事例とも治療へ
の主体的な参加や生活上での変化が観察された。【考察】患児の生活環境や家族背景なども
あり、入院自体も本人が置き去りになったままであることも多い。今回の取り組みでは患
児自身が治療へ主体的に参加し、患者参加型カンファレンスの実践ができたこと、治療者
と患児との間で共同意思決定が出来たことで、治療者との協働関係を構築することができ、
患児自身の変化に結びついたのではないかと考える。

P2-201-5
アルコール依存症患者の身体機能とプログラム参加の関係性に対する報告
山本∙絵美（やまもと∙えみ）1、楠∙大介（くすのき∙だいすけ）1、立山∙和久（たてやま∙かずひさ）1、杉山∙和美（すぎやま∙かずみ）1、
小砂∙哲太郎（こさご∙てつたろう）1、北村∙百合子（きたむら∙ゆりこ）1、二宮∙暉（にのみや∙ひかる）1、横山∙顕（よこやま∙あきら）2、
松崎∙尊信（まつざき∙たかのぶ）3

1NHO 久里浜医療センターリハビリテーション科、2NHO 久里浜医療センター臨床研究部、 
3NHO 久里浜医療センター精神科診療部

【はじめに】アルコール依存症患者には低栄養が来す筋量減少が生じやすく、健康な社会生
活を営む上で課題となっている。しかしアルコール依存症に対する身体的リハビリテーショ
ンの報告は少なく、有効なプログラムが定まっているとはいえない。

【目的】本報告ではアルコール依存症の入院患者を対象とし、筋量・筋力の特徴について分
析するとともに、プログラム参加との関係性について考察をおこなう。

【方法】Asian Working Group for Sarcopenia 2019に準じ、評価項目として骨格筋指数
（SMI）・握力を選定した（診断基準：握力は男性＜28kg・女性＜18kg、SMIはBIA法で男
性＜7.0kg/m2・女性＜5.7kg/m2）。測定機器は、体組成計InBody470、および、スメド
レー式デジタル握力計を使用した。対象者は、当院アルコールリハビリテーションプログ
ラムに参加する入院患者113名（内訳：男性91名、女性22名）で、入院して2週間後・10
週間後の計測値を用いた。データは2023年4月～ 10月にかけて集計した。

【結果と考察】入院して2週間後、基準値未満の者は、SMIで男性36％・女性23％、握力で
男性22％・女性18％存在した。経時的にみると、男性ではSMIの変化は小さいが、握力
は低下する群と向上する群に分かれた。女性は、SMI・握力ともに初回評価時に低値を示し
た群で改善がみられた。一方、プログラムとの関係性に着目すると、身体活動を含む自由
参加プログラムに出席した群では、SMI・握力が向上する傾向が明らかになった。今後は集
団プログラムにおいて、いかなる活動が筋量・筋力増強に資するのか、その因果関係を探
索していく必要がある。
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P2-202-5
高度救命救急センターにおけるICUダイアリーの導入が看護師に及ぼす影響
田島∙綾花（たしま∙あやか）、百枝∙裕太郎（ももえだ∙ゆうたろう）、内野∙佳樹（うちの∙よしき）、木下∙美咲（きのした∙みさき）、
光武∙愛梨（みつたけ∙あいり）、有地∙穂乃佳（ありち∙ほのか）、宮本∙瑠美（みやもと∙るみ）

NHO 長崎医療センター高度救命救急センター

【はじめに】ICU入室中に生じた記憶の歪みは、ICU 退室後のメンタルヘルス障害へと繋が
り、長期的な患者 QOL低下を生じることが明らかとなっている。当院高度救命救急センター

（以下当センター）では2019年より記憶の歪みに対する介入として、人工呼吸器装着患者
を対象にICUダイアリーを作成し当センター看護師による退室後訪問を実施している。ICU
ダイアリーの導入が看護師に及ぼす影響を報告する。【目的】ICUダイアリーの取り組みと
退室後訪問の経験が当センター看護師に及ぼす影響について明らかにする。【方法】1．当セ
ンターに勤務する看護師30名　2．グループダイナミクスを利用して効率的な方法で豊か
な情報を入手することができるとされるフォーカスグループインタビューを行う。【結果/
考察】看護師経験2年目から15年目以上の看護師を3グループに分けて調査。「挿管中でも
離床や日常生活動作をしてもらう概念が今まではなかった」「普段の生活に近づける看護や
整容や周囲の環境整備を意識するようになった」など、患者の日常生活の自立に向けた看護
に対して積極的になったという声が聞かれた。退室後訪問の経験は、「看護師が想像してい
る以上の幻覚や記憶の歪みがあると知った」「患者から『時間を伝えてもらえたのがありが
たかった』と言われ、カレンダーや時計の活用の重要性を感じた」など看護を振り返る機会
に繋がっていた。【結論】ICUダイアリー作成と退室後訪問の経験は、患者の日常生活の自
立を促進する看護実践への意識変容に影響し、看護を振り返る機会に繋がっていた。

P2-202-4
高度救命救急センターにおけるICU日記作成時間短縮の取り組み
光武∙愛梨（みつたけ∙あいり）、田島∙綾花（たしま∙あやか）、内野∙佳樹（うちの∙よしき）、木下∙美咲（きのした∙みさき）、
有地∙穂乃佳（ありち∙ほのか）、百枝∙裕太郎（ももえだ∙ゆうたろう）、宮本∙瑠美（みやもと∙るみ）

NHO 長崎医療センター高度救命救急センター看護部

はじめに ICUに入室した患者は苦痛や深鎮静により、ICUでの出来事に関する記憶の欠落
や幻聴幻覚などを覚えていることがある。この記憶の歪みは強く残存し後に心的外傷後ス
トレス障害（PTSD）を始めとしたメンタルヘルス障害を来し、社会復帰の妨げとなることが
報告されている。A病院では2019年よりこのような記憶の歪みがある患者への看護ケアと
して、ICU入室中の出来事を記録したICUダイアリーの導入を開始した。これはICU入室
中の記憶の再構築を助け、集中治療後のメンタルヘルス障害を軽減することが報告されて
いる。運用開始から4年経過しその中でスタッフや患者の声を元に今回ICUダイアリーの
運用を変更した経過を報告する。方法 A病院ではWGメンバーを中心に人工呼吸器装着中
の患者で患者・家族の希望があった患者に対し、ICUダイアリー作成から退室後訪問・ア
ンケートを実施。患者の記憶の欠落や妄想的記憶の調査、スタッフへ退室後経過のフィー
ドバックといった活動を行っている。ICUダイアリーの作成に関して以前は、入院経過の
作成と日々の写真のコラージュに半日～数日かけ勤務時間外に作成していた。作成時間延
長の原因として写真の配置や活用できる写真の選別に時間を要することが挙げられた。そ
こで昨年より入院経過と日々の日記ページをテンプレート化させ、作成者の作成時間の短
縮を図った。またスタッフに対し写真撮影のポイントをまとめたマニュアルの作成を行っ
た。結果 作成時間短縮の取り組みにより2023年のICUダイアリーの作成件数は14件。退
室後訪問は10件。導入時と比較し年間作成件数は7件、退室後訪問は5件と増加。作成時
間は約2時間短縮されたことで退室後訪問も増加していた。

P2-202-3
手術器械の洗浄、滅菌、点検作業にかかる時間削減への取り組み－コンテ
ナのスリム化を行って－
原∙桃子（はら∙ももこ）

NHO 函館病院中材・手術室

【はじめに】当院では、手術器械の員数を腹腔鏡仕様に減らしスリム化したコンテナ（以下
QCコンテナ）を使用している。その他には開腹セット、外科セットを使用していたが、年々
腹腔鏡手術が増加しているという現状からQCコンテナの増数が求められていた。手術件
数が多くなると、QCコンテナでの対応が十分な手術でも、他のセットを使用しなければな
らないが、腹腔鏡手術では使用しない多くの器械が含まれており、術後の洗浄、滅菌、点
検作業に時間と費用、手間を要していた。更に使用しない器械は洗浄、滅菌回数が増える
ことで器械の寿命を短くすることが推測された。そこで器械の員数を減らし、腹腔鏡手術
と全ての外科の手術に対応できるコンテナを作る必要性があると考えた。【方法】手術器械
の員数を見直し、腹腔鏡手術とすべての外科手術に対応可能なセットを作成。術後の洗浄、
滅菌、点検作業にかかる時間と費用が減少するか検証した。【結果・考察】術式の状況から
QCコンテナから進化させたハイブリットコンテナへの使用を開始した。その結果、器械の
点検時間が減少（1つにつき2分）、洗浄にかかる時間も1コンテナにつき2分程早くなった。
洗浄機の運転回数も2回のところ1回で済むこともあり、水道・電気・洗剤などが消費削減
になった。手術の進行を妨げる事はなく、スリム化による不具合はない。中材業務として、
器械点検だけではなく滅菌物の作成や補充する時間を作る余裕がうまれた事で、手術メン
バーへ入るなど柔軟な対応が可能となった。これらのことからコンテナのスリム化により、
中材業務は改善され一定の効果が得られたと考える。

P2-202-2
単回測定に特化した膀胱用超音波画像診断装置の使用経験
山下∙雅美（やました∙まさみ）1、古田∙博子（ふるた∙ひろこ）1、雫田∙繕雅（しずくだ∙よしまさ）2、三村∙裕次（みむら∙ゆうじ）2、
小川∙輝之（おがわ∙てるゆき）2、水沢∙弘哉（みずさわ∙ひろや）2

1NHO 信州上田医療センター看護部、2NHO 信州上田医療センター泌尿器科

はじめに　残尿測定の方法の一つである膀胱用超音波画像診断装置の臨床使用例の報告は
多数認めるが、当院では従来の膀胱用超音波診断装置に加え単回測定に特化した新モデル

（以下リリアムワン）の購入に伴い実臨床での使用した経験を報告する。対象と方法　対象
は当院泌尿器科患者の内、尿道カテーテル留置または導尿が必要な症例14例で、カテーテ
ル挿入前にリリアムワンを使用して残尿測定を行い、その後カテーテルにより流出した尿
量を実測し比較検討を行った。結果　リリアムワンで3回計測した平均値と実測値を比較し
た場合の測定誤差は-26±113.5mlで（平均±SD）あった。また排尿量別にみた測定誤差
を％値でみると、実測値50 ～ 100mlは平均誤差55％、101 ～ 200mlは17％、200ml
以上は35％であった。そのほかに使用回数と標準偏差で比較すると1 ～ 7回目より8 ～
14回目の方が誤差は小さかった。考察　リリアムワンのスペック範囲は15％±20mlと記
載されているが今回の使用経験では測定にばらつきが生じた。従来のリリアムα200でも
膀胱容量が150ml以下は実測値と大きな誤差を生じるとされ（Simforooshら,1997）、今
回の検討でも実測値50 ～ 100mlは平均誤差が大きかった。また測定誤差はマイナスの傾
向であったがサンプル数が少ないことからデバイスの特徴を踏まえたさらなる検討が必要
となる。そしてMassagliらは測定値の手技による誤差も指摘しており、使用回数を増すほ
ど標準偏差が減少し、経験によりばらつきが抑えられた可能性があり、手技の習得にも考
慮する必要があると考える。結語　今回の使用経験では測定にばらつきがあり、症例を増
やし、デバイスの特徴や手技の習得を踏まえたさらなる検討が必要となる。
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P2-203-1
5週間意欲高揚エクササイズ入院の入院前情報収集リストの有用性～病棟
看護師に対するアンケート調査～
野口∙美穂（のぐち∙みほ）、春藤∙菜摘（しゅんとう∙なつみ）、百々∙早希（どど∙さき）、新田∙静香（にった∙しずか）、
小平∙菜穂（こだいら∙なほ）、河野∙愛（かわの∙あい）

NHO とくしま医療センター西病院看護部1階病棟

【はじめに】B病棟では5週間意欲高揚エクササイズ入院患者がストレスなく入院生活が導入
できることを目的に、在宅での習慣やこだわりを事前に把握するための情報収集リストを
作成した。そしてB病棟看護師が外来で、入院予定患者に対し聞き取りを行っている。【目
的】B病棟が独自に作成した入院前情報収集リストは、有用的なものであるかを明らかにす
る。【対象】B病棟で5週間意欲高揚エクササイズ入院を担当したことがある看護師14名【期
間】2023年9月10日～ 2023年9月17日【方法】5週間意欲高揚エクササイズ入院を担当
後、1週間以内に設問20問のアンケート調査を実施。アンケート項目ごとに記載内容を設け、
集計結果を経験年数に分けて整理した。【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会の承認を得た（承
認番号34－11）。【結果】情報収集リスト項目で全項目あってよかったと57％が回答、幻視・
幻聴、転倒歴、歩行、排泄、内服が必要と20％以上が回答した。不穏行動への対応として、
夜間の状態を問う項目があればよかったという回答があった。【考察】情報収集リストの情
報からいかに情報を取れるかは、看護師の経験年数によって差が生じた。患者の自宅での
様子を情報収集リストによって収集することは入院前情報として有用的に活用できている
と考える。患者が入院前に病棟看護師と関わることで、良好な人間関係を短期間で構築で
きたと考える。【結論】1．現在の情報収集リストから事前に入院環境を整えることができて
おり、有用的に活用できていた。2．今後誰が情報収集しても必要な情報を取れるように具
体的な選択肢を追加することが必要である。

P2-202-8
看護ケア向上を目的とした標準看護計画の作成認知症ケアマニュアルの内
容に沿った計画づくり
藤信∙真吾（ふじのぶ∙しんご）、木村∙隆（きむら∙たかし）、鈴木∙康博（すずき∙やすひろ）、野村∙健太（のむら∙けんた）、
菅野∙明美（かんの∙あけみ）、長尾∙明香（ながお∙はるか）、佐藤∙祐佳（さとう∙ゆか）、連川∙恵（つれかわ∙めぐみ）、
佐藤∙弘教（さとう∙ひろのり）、齋藤∙祐介（さいとう∙ゆうすけ）、山本∙圭人（やまもと∙よしひと）、但馬∙久貴（たじま∙ひさたか）、
尾形∙将（おがた∙まさし）

NHO 旭川医療センター認知症対策チーム

【はじめに】旭川医療センター認知症対策チームは認知症ケアマニュアルの作成、せん妄ガ
イドなど作成し看護ケアの向上を図ってきた。他にも看護ケア向上を目的とし認知症講演
会を年3回実施してきた。しかし勤務時間内の講演会ということもあり看護師の参加者が少
なくマニュアル内容が浸透しないことが課題であった。4年間、講演会以外に病棟へ出前講
義を行うなど様々な取り組みを行ってきたが依然、臨床現場での認知症患者さんへの対応
に苦慮するといった声が聴かれた。そこでマニュアル内容を看護ケアに確実に取り入れる
ことを目的に、標準看護計画を追加することとした。内容はマニュアルやせん妄ガイド内
容に沿ったものとした。【活動の実際】旭川医療センターでは電子カルテ上の標準看護計画
を使用し看護実践を行っている。標準看護計画の追加を電子カルテメーカーに発注するこ
とはコスト面で実施困難であった。メーカーには無料のマスタメンテナンス操作説明書の
み作成してもらい、チーム独自に作成した看護計画を電子化することとした。まず認知症
とせん妄対策の2つの計画を看護部記録委員会に提出、委員会の了承を得て2024年4月よ
り運用開始となった。【結果】現時点で使用回数は少ないが、患者の状態に則した計画が立
てられる、自分のケアを見直すきっかけになった、等のフィードバックが得られた。【考察】
看護ケアは看護計画に基づいて実施される。標準看護計画を認知症ケアマニュアル等に則
した内容とすることは、認知症患者さんへ看護ケアを向上させる上で必要である。今後も
計画を追加することで、看護師にとって使いやすく、患者にとって統一されたケアになる
と考える。

P2-202-7
重症外傷診療における血管造影室看護の標準化に向けた取り組みと課題
佐藤∙美沙子（さとう∙みさこ）1、九貫∙瞭（くぬき∙りょう）1、曹路地∙重蔵（そろじ∙じゅうぞう）1、山本∙宏一（やまもと∙こういち）1、
藤原∙宏輔（ふじわら∙こうすけ）1、原田∙直子（はらだ∙なおこ）2、佐々木∙ふみ（ささき∙ふみ）1

1NHO 災害医療センター救命救急病棟、2NHO 東京医療センター看護部

【背景】A病院では血管造影室専従の看護師配置はなく、担当制で緊急対応を含めた血管造
影室業務を行うため、各スタッフの実践頻度は多くなく教育機会も限られる。そのため緊
急を要する対応は看護師の心理的負担も大きい。マニュアルの整備や緊急時対応に必要な
物品のセット化など対策を講じてきたが、行動レベルでの対応に課題があった。行動レベ
ルの標準化を目的としてアクションカードを作成し、有用性と課題について報告する。【方
法】血管造影室担当の経験がある看護師35名に対するアンケート結果を分析対象とした。
アンケートの質問内容はアクションカードの評価に関する項目で択一式と5段階評価とし
た。【結果】対象者35名のうち回答数21名、回答率60％であった。以前は70％以上がマ
ニュアルを参照し準備をしていた。導入後はマニュアルと合わせて参考にすることで準備
の統一化ができたという意見があった。しかし、行動リスト通りに全て実践できたかの問
いに対し、「全てできた」が14％、「一部できた・どちらとも言えない」が76％であった。【考
察】マニュアルには準備物品や検査の流れのみの記載であったため、アクションカードを作
成したことで経験の少ない看護師の標準化ができ、心理的負担の軽減に繋がった。しかし
行動リストを全て実践できていない現状にあった。理由としては時系列順に項目を記載し
ているため、優先順位や重要な項目の区別がつかないといった視覚的デザインの問題があ
ると考えられ、今後変更していく必要がある。【結語】今回作成したアクションカードの作
成は経験が少ない血管造影室担当の行動レベルでの標準化や心理的負担軽減について有用
であったと考える。

P2-202-6
胸部症状を訴え救急搬送される患者に対する救急外来看護師の行動分析
渡辺∙純也（わたなべ∙じゅんや）、東坂∙悠紀（とうざか∙ゆき）、今村∙祐太（いまむら∙ゆうた）、甲斐∙彰（かい∙あきら）、
深川∙千晶（ふかがわ∙ちあき）

NHO 熊本医療センター救命救急センター

【はじめに】心筋梗塞の場合、90分以内での再灌流が生命予後に繋がるとされ、A病院は約
60分で再灌流できており、救急外来看護師は患者搬入前から円滑な診療の補助と多職種連
携を担っている。心筋梗塞の代表的な症状である胸痛に対する救急外来看護師の思考や行
動を明らかにすることで、迅速な対応に繋がる要点を抽出し、後輩育成に役立てたいと考
えた。【目的】胸部症状を訴え、救急搬送される患者に対する事前準備において、A病院の
救急外来の看護師がどのような思考や行動をしているか明らかにする。【方法】A病院救急
外来看護師15名に半構造化面接を行い、インタビュー内容からコードを抜き出し、類似の
コードからカテゴリーごとに分類した。【結果】171個のコード、10個のカテゴリーに分類
した。[ACSと考えて準備][マニュアルに沿った準備] [カテになることを想定した物品薬
品の準備] [状況悪化にも対応できる準備] [患者誤認しないように配慮] [ACS以外の病態
も予測したアセスメント][事前情報から重症度をアセスメント][事前情報からACSリスク
ファクターを把握] [来院前から始める多職種連携][スムーズな受け入れ体制が可能か確認]
であった。【結論】胸部症状に対応する救急外来看護師は、搬送前の情報から心筋梗塞や重
篤な病態を予測し、患者搬入前から安全で迅速な治療ができるよう多職種連携を図ってい
ると考えられる。A病院救急外来看護師の思考と行動の抽出を行ったことで明らかになった
行動を共通認識し、良質な看護の提供に繋げるとともに、後輩教育に役立てていきたい。
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P2-203-5
患者特性を把握して看護に活かす取り組み～対象を捉えるためのツールを
用いたカンファレンス実施による看護師の意識変化～
窪田∙佳奈子（くぼた∙かなこ）、徳田∙紗貴（とくだ∙さき）、鈴木∙美絵子（すずき∙みえこ）、中鉢∙路子（ちゅうばち∙みちこ）、
吉田∙美貴子（よしだ∙みきこ）、菊地∙めぐみ（きくち∙めぐみ）、相澤∙沙織（あいざわ∙さおり）、松浦∙誠史（まつうら∙せいじ）

NHO 仙台医療センター内科

【目的】患者の特性を捉え、その人の持てる力を見出し寄り添うことができれば、個別性の
ある看護の提供が可能である。そこで、看護ケアに活かせることを目的に、科学的看護論
の全体像・立体像を用いたカンファレンスを行った。【方法】2023年7月より各病棟におい
て全体像・立体像を用いたカンファレンス行い、看護記録に残してもらった。独自に作成
した患者の病状や看護ケア、看護の意義などに関する18項目のアンケートを活動開始前後
の6月と12月に実施。結果はt検定を用いて分析した。【成績】アンケート回収率は90％で
あった。アンケート結果より、「患者の情報」「患者の病状の受け止めに対する関心」の2項
目において有意差が出た。これらは、全体像・立体像を用いたカンファレンスを実施する
ことでより患者を知り、患者に寄り添った看護に関心があるスタッフが増えたと考えられ
る。また、「チームで患者の個別性に合わせた看護実践をする」ために患者に関心を寄せて
情報収集を行い、共有するきっかけとなった。患者の生活過程や家族背景を患者との会話
から情報収集し、カンファレンスを実施することでチームで情報共有でき、それぞれの特
性に合わせた看護実践をすることができると考える。【結論】対象を捉えるためのツールを
用いたカンファレンスを実施することで、看護ケアに活かせる情報と病状の受け止めに対
する関心が高まる。

P2-203-4
地域包括ケア病棟におけるSTAS-J評価の効果と今後の課題
高井∙みゆき（たかい∙みゆき）

NHO 函館病院看護部

【はじめに】地域包括ケア病棟（以下A病棟）は、在宅支援を役割とし様々な疾患の患者が入
院している。昨年度、緩和ケアリンクナースと共同しA病棟に入院した患者に対しSTAS-J 
評価を導入した。今回、この評価方法が、看護ケア場面でどのような効果があったのかを
明らかにする。【方法】R5.4 ～ R 6.5を対象期間とした。週1回の定期病棟カンファレンス
でがん患者を対象とし実施した。【結果】STAS-J評価をした患者は、20名、その内、医療
用麻薬を使用していた患者は、17名。入退院を繰り返し複数回に渡り評価していた患者は、
3名であった。【考察】STAS-Jは、患者の全身状態や時期に捉われる事なく実施可能な評価
ツールである。又、看護ケアを提供するスタッフの他者評価である為、患者や家族に負担
をかける事なく全人的なケアの質やニーズ等、多面的に評価できるツールでもある。この
ような特徴から、A病棟看護師にとって導入当初より、抵抗なくSTAS-J評価を取り入れる
事ができたと考える。また、患者の苦痛症状の評価のみでなく家族の不安や病状認識につ
いても評価する為、日々の看護ケアを振り返る機会となり、情報不足となった項目につい
ては、意図的に関わる看護師の姿が見られた。この事から、STAS-J評価を看護場面に反映
し行動する一助となったと考える。【結語】緩和ケアの対象患者は、がん患者のみではない
事を念頭に置き今後は、選定する対象の患者の幅を広げSTAS-J評価を継続していきたい。

P2-203-3
退院支援研修に対するニーズを把握した研修計画の立案にむけて～病棟看
護師が求める退院支援研修とは～
小嶌∙美津穂（こじま∙みづほ）1、堀越∙政孝（ほりこし∙まさたか）2

1NHO 渋川医療センター看護部、2群馬パース大学看護学部看護学科

【序論】病棟看護師が効果的な退院支援を実施するためには、学習ニーズに対応した教育体
制を整えることが必要である。そのため、病棟看護師の退院支援研修へのニーズを把握し、
その内容を活用することで病棟看護師のニーズに沿った満足度の高い研修が実践できると
考えた。【研究目的】病棟看護師が退院支援研修に求める内容を明らかにする。【方法】A病
院看護基礎領域研修生166名を対象とし、アンケート調査を行った。調査内容は患者さん
の入院費用や利用できるサービスについてなど全14項目（リッカート尺度：5 ～ 1点、点
が高いほど興味あり）であり、分析は項目ごとに平均値を算出した。【結果】14項目中、最
も平均値が高かったのは「患者さんが利用できるサービスについて」「患者・家族間の意見
が相違した時の対応について」「患者・家族の不安に対する対応方法について」「退院後の
社会資源の活用について」の4項目であった。【考察】A病院では、保健医療福祉システムや
退院支援プロセスの理解を深める研修を実践していた。しかし、研修生の多くは退院支援
システムの理解に加え、より実践的な患者への支援方法について学びたいと考えているこ
とが明らかとなった。看護師は退院支援において、患者・家族の不安に寄り添った支援や
対応方法、患者が退院後利用できる社会資源やサービスについて興味があることがわかっ
た【結論】病棟看護師は、限られた入院期間内で患者の退院支援を行うにあたり、正しい情
報を患者・家族へ提供することは重要な役目を担っている。退院システムを理解し、患者
への具体的な支援方法を提供できるような研修を企画し、満足度の高い研修実践へ向けて
取り組んでいきたい。

P2-203-2
潜在性結核感染症（LTBI）患者の看護師外来による服薬支援者の有効性分析
及び治療完遂者、脱落中断者の分析
田靡∙康代（たなびき∙やすよ）、坂∙和真（さか∙かずま）、横田∙龍氏（よこた∙りゅうじ）

NHO 南京都病院看護部

【はじめに】当院のLTBI患者には、外来診察と看護師外来による服薬支援が行われている
が、他院では外来診察のみが現状である。当院外来での服薬支援が、LTBIの治療成績にど
のような影響があるかを比較分析する。【方法】2019年1月から2022年12月に当院の看
護師外来に来院したLTBI患者63名の脱落中断率を算出するとともに、脱落理由を質的に
分析した。次に、同時期の全国47都道府県のLTBI患者の治癒・脱落中断と比較した。【結
果】調査期間に通院したLTBI患者は63名で、脱落中断者は8名であった。当院の脱落中断
率は2019年10.7％、2020年15.4％、2021年15.4％、2022年11.1％であり、全国の
2019年7.9％、2020年7.3％、2021年7.2％より高い割合を示していた。脱落中断者8
名を分析すると、7名は薬の副作用（肝機能障害、発疹、嘔気・消化器症状）によるものであっ
た。また完遂者のうち2名は副作用により中断後に再受診し、外来での服薬支援により治療
が完遂できた。【考察】外来診察での限られた時間の中で、より効率よく指導するための支
援方法を検討していく必要がある。効果的な指導をすることで、患者自身が病識を持ち服
薬する必要性を理解する、その結果脱落中断者、脱落中断率を減少させることが期待できる。

【結論】当院のLTBI治療の中断理由は8件中7件が副作用によるものであった。看護師外来
の服薬支援が中断リスクのある患者に対しての有効性につながった。看護師外来は中断リ
スクのある患者に対し治療意欲の向上や有効な指導の場となる。
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P2-204-1
NICU災害訓練を実施して～アクションカードの作成に取り組んで～
渡邉∙真奈美（わたなべ∙まなみ）、井田∙聖子（いだ∙さとこ）

NHO 舞鶴医療センター看護部

【目的】新生児集中治療室（以下、NICU）は、高度医療がおこなわれ、医療機器も多く使用
しているため、3年前に災害マニュアルを作成したが、災害時の初動活動について訓練がで
きていなかった。今回、アクションカードを使用した災害訓練を振り返り、今後の課題を
明らかにする。【方法】NICUスタッフ13名にBCPとNICU災害マニュアルの内容を周知し、
アクションカード案を作成し、1回目の災害訓練をおこない、リフレクションを実施して意
見を収集した。アクションカードを修正後、2回目の災害訓練をおこなって、意見を収集し
カードを完成した。【結果】1回目の訓練では、重症者への人員配置、医療機器の運搬、関係
箇所への連絡など多くの課題が挙げられた。カードはすべて白紙ベースであったため、指
示項目をみないと誰にどのカードを配布するか時間を要した。そこで、カードに患児の搬
送や医療機器の運搬など具体的な方法や行動レベルで動けるように追加し、カードも役割
別に色分けし一目でわかるように修正した。2回目の訓練では、搬送や運搬などの動きがス
ムーズになり、それぞれの役割も明確になったという意見があった。【考察】アクションカー
ドを作成することで、スタッフが災害に備える意識や、初期対応と避難時の対応の実施す
べき内容のイメージが図れた。また、アクションカードに沿って行動することで、実際に
可能かどうかを検証することができた。今回の災害訓練は全スタッフが参加できていない
ため、今後は災害マニュアルとアクションカードを使用して、有事に対応できるよう定期
的に災害訓練を実施し、患児たちの命を守れるようにしたい。

P2-203-8
虐待防止の取り組み～スローガンのポスターを作成した効果～
吉澤∙ひろみ（よしざわ∙ひろみ）1、樋口∙ゆかり（ひぐち∙ゆかり）2

1NHO 青森病院看護部、2北海道厚生局看護指導官

【目的】令和3年度より看護職員全員参加の研修を実施して、虐待防止に取り組んでいる。
令和5年度は、看護部スローガンの設定と部署ごとに個人目標のポスター作成を追加するこ
とで、倫理的行動を考える機会となり職場環境改善に影響を与えることを目的とした。【方
法】「やさしく・丁寧に接する」をスローガンとして設定。各部署でスローガンの具現化の
ために話し合いを行い、イメージ画のポスターを作成した。ポスターには個人の目標を明
示した。【結果】自部署における「やさしいとは」「丁寧とは」を考えるための話し合いを繰り
返し行い職員全員が参加した。その後、イメージ画をポスターとして作成して、部署の目
立つところに掲示した。目標には「笑顔」「声がけ」「ゆっくり」「寄り添う」の言葉を使った
ものが多かった。【考察】職員にとってスローガン設定は、目指す姿・求められる姿が明確
になり倫理的行動を具現化しやすくなった。また、スローガンの意味を考えることでお互
いの倫理に対する考えを理解し合える機会となった。さらに、話し合いとポスター作成の
過程は、職員同士の対話が増えポスター完成の達成感を味わい部署の一体感が増した。厚
生労働省「虐待防止と対応の手引き」において「風通しの良い職場環境を整備することが必
要」と述べられている。今回の経験は、「意見を発信する」・「話を受け入れる」という体験と
なり、風通しの良い職場環境構築の一助となったと考える。【結論】スローガンに関する話
し合いとポスター作成は、自身と病棟の倫理的行動を考える機会となった。さらにその体
験が対話の機会を増やし職場環境改善に影響を与えた。

P2-203-7
SPDシールの適切な運用に向けた取り組み
阿部∙香澄（あべ∙かすみ）1、又吉∙泰樹（またよし∙やすき）1、神谷∙ゆかり（かみや∙ゆかり）1、千田∙将太（ちだ∙しょうた）1、
的塲∙庄平（まとば∙しょうへい）2、竹田∙美智枝（たけだ∙みちえ）3

1NHO 沖縄病院看護部、2NHO 指宿医療センター看護部、3NHO 大牟田病院看護部

目的：A病院では、2023年2月からSPD（supply Processing Distribution）システムを導
入しているが、使用した医療材料の運用が徹底されず、医療材料の算定漏れが見受けられ
た。今回、使用頻度の多い胃瘻チューブに焦点を当て、「払い出し数」「処置数」「医事算定
数」を比較することで、胃瘻チューブの算定漏れの現状を把握し、算定漏れの減少に繋げる。
方法：2023年7月～ 9月にかけて、「払い出し」「処置数」「医事算定数」を比較し、A病院
の現状を把握する。算定漏れの結果を看護管理者間で共有し、改善策を見出した後2024年
1月～ 3月に再調査を行う。結果・考察：胃瘻チューブの払い出し数を調査した結果、A病
棟：20％、B病棟：30％、C病棟：36％の算定漏れがあった。算定漏れの原因として、ラ
ベルを紛失した事例が最も多く、SPDシステムの運用に関する周知が不足していることが
分かった。各病棟で立案した具体的な対策をもとに、胃瘻チューブラベルの読み取り、使
用したラベルの貼付、保管方法と保管場所の決定、処置実施後のダブルチェックを実践し
た。その結果、A病棟：15％、B病棟：12％、C病棟：0％へと算定漏れが減少する結果と
なった。結論：看護管理者、事務部、SPD担当者など多職種にわたる運用ルールや管理に
ついて検討することで、医事算定や運用上の課題を共有認識することができた。胃瘻チュー
ブの算定漏れ数を可視化することで、算定漏れの減少に繋げることができたと共に、看護
スタッフが処置コストを意識する機会となった。

P2-203-6
成人・小児混合病棟における看護師の倫理的行動に関する現状
齋藤∙萌（さいとう∙もえ）1、小池∙佐登子（こいけ∙さとこ）1、細川∙ひなの（ほそかわ∙ひなの）1、
岩井∙凛奈（いわい∙りんな）1、村瀬∙知恵（むらせ∙ちえ）1、萩谷∙綾（はぎや∙あや）1、石井∙広美（いしい∙ひろみ）1、
下田∙心（しもだ∙こころ）2、武田∙由美（たけだ∙ゆみ）1

1NHO 西埼玉中央病院看護部、2国立国際医療研究センター病院看護部

【背景】成人・小児混合のA病棟では、多忙な業務に追われ、看護ケアの優先度にジレンマ
を抱えている。A病棟に勤務する看護師が、倫理的な視点における看護についてどのように
考え実践しているのか、明らかにしたいと考えた。【目的】A病棟における看護師の倫理的
行動の現状を明らかにする。【方法】2023年4月にA病棟看護師25名を対象に「看護師の
倫理的行動尺度（22項目）」を用いて、自記式質問紙調査を実施した。【結果】倫理的行動に
反する行動を実施しているという回答が多かったのは、「患者の希望や思いに沿ったケア計
画が展開できていない」、「コンプライアンスの悪い患者へのケアは消極的になる」、「面倒
なケアは億劫になる」の3項目であった。【考察】看護師らは、患者の訴えを丁寧に聴取して
いた。しかし入院時に立案された看護計画が見直されず、看護師間で患者のゴールが共有
できていない場合があり、「患者の希望や思いに沿ったケア計画が展開できていない。」と感
じた看護師が多かったと考えられる。また時折、患者の理解を得ようと何度も説明しても、
強い口調で反発されることがある。このような体験から、「コンプライアンスの悪い患者へ
のケアは消極的になる」と回答した看護師が一定数いたと考えられる。成人・小児混合病棟
においては、さまざまな看護処置がある。実施経験が少ない看護処置は自信がなく、「ケア
を面倒」と捉えていた可能性がある。しかしそのような場合も、経験豊富な看護師に指導を
仰いでいた。調査結果では倫理的行動に反する行動を実施しているという意見も、背景に
はジレンマを抱えながら、よりよい看護をしたいという思いがあったと考えられる。
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P2-204-5
二次性骨折予防継続管理料算定への取り組み
小山∙好美（こやま∙よしみ）、板谷∙理恵（いたたに∙りえ）

NHO 宇多野病院外来手術室

【はじめに】大腿骨近位骨折の多くは高齢者であり、一度骨折を起こした患者が次の骨折を
起こす二次性骨折のリスクも高い。2022年4月の診療報酬改定で、二次性骨折予防継続管
理料（以下管理料）が算定できるようになった。当院でも大腿骨近位骨折の手術を実施して
いるため同年6月から管理料の算定を開始したが1年間で算定もれが半数あった。そこで、
患者に適切な骨粗鬆症の評価の実施を行い、算定もれの防止対策を検討し取組んだ。【目的】
管理料の算定もれの現状から原因を明らかにし、確実に算定できるための対策を検討する。

【方法】1．2022年6月から2023年5月までの管理料1.3の算定対象者のリストアップ、
算定状況の調査　2．注意喚起ポスターの掲示、対象者のポップアップでの表示　3．取組
実施後の算定状況調査　4．取組前後で外来担当看護師3名にアンケート調査実施。【結果】
管理料1の算定対象者は28例、管理料3は13例。算定もれは管理料1で24%、取組後は
29%と増加。管理料3では算定もれは90%、取組後は33%と減少。アンケート調査では
管理料算定に対し骨粗鬆症の評価が必須と認識している看護師は前後とも100%であった
が、骨粗鬆症の評価を確認している看護師は取組前0%が取組後33%と増加した。【考察】
算定もれの現状把握と視覚的な方法での注意喚起によって、算定するという意識づけには
効果があった。しかし、骨粗鬆症の評価に対する確認行動までには至らず、関連部署にお
ける看護師への知識向上と確認行動に結びつける取組を継続していく必要がある。【課題】
多職種でチームを作り、二次性骨折予防ができる活動を実践していく。

P2-204-4
脳神経外科術後患者における離床基準活用による在院日数の短縮効果と影
響要因の検討
阿部∙琴水（あべ∙ことみ）、松本∙鴻介（まつもと∙こうすけ）、上野∙由紀子（うえの∙ゆきこ）、菅原∙百香（すがわら∙ももか）、
馬場∙由美（ばば∙ゆみ）

NHO 仙台医療センター 6階東病棟

【はじめに】令和4年度の看護研究で作成した術後の離床基準を使用した患者は8名と少な
く、細分化した効果の検討が不十分であった。そのため今年度は前年度同様の離床基準を
用い対象を増やして、在院日数短縮への影響要因の検討を行う。そして影響要因から有効
的な離床計画と個別性のある看護実践につなげていきたいと考え研究に取り組んだので報
告する。【目的】術後の離床基準活用による在院日数短縮の影響要因を明らかにする。【方
法】A病棟に入院している脳神経外科患者の内、手術療法を行い、同意を得られた患者に対
し、離床基準を使用して離床を進め、データを収集し、検定分析する。【倫理的配慮】病院
の倫理審査委員会で承認を得、同意を得られた対象者に趣旨を説明した。【結果】年齢や性別、
栄養状態、喫煙歴や糖尿病の既往はそれぞれ単独では影響要因とは言えないが、喫煙歴を
有し糖尿病を合併している患者は、そうではない患者と比較し在院日数がP値0.0001と有
意差が見られた。【考察】先行研究で喫煙歴を有する患者で糖尿病も合併している患者では
術後縫合不全を発症する危険性が高くなることが示唆されているが、本研究においても喫
煙歴と糖尿病の条件が重なる場合、術後の創部感染により治療が遅延し、在院日数が延長
することが明らかとなった。以上より、確実な禁煙の指導と良好な血糖コントロールの維持、
そして術後の創部感染を予防することで、患者は早期に在宅へ移行でき、QOLの早期改善、
維持につながると考える。【結論】患者に喫煙歴と糖尿病の既往の条件が重なっているとき
は、在院日数が延長する。

P2-204-3
当院における造血幹細胞移植後長期フォローアップ外来開設後の現状と課題
此本∙圭佑（このもと∙けいすけ）、山口∙智美（やまぐち∙さとみ）、岡崎∙可恵（おかざき∙かえ）、西∙綾乃（にし∙あやの）、
小林∙絵梨香（こばやし∙えりか）、畑∙尚展（はた∙なおのぶ）

NHO 呉医療センター看護部

【はじめに】当院は2次医療圏域内で唯一の血液内科病棟を有している。造血幹細胞移植を
受ける患者は、治療のために長期の入院を強いられる。そして、急性GVHD（移植片対宿主病）
や感染症のコントロールを行いながら、退院指導を行い自宅へ退院する。退院後もGVHD
や晩期障害など様々な身体症状の出現があり、支援が必要である。しかし、外来受診時の
限られた時間の中で、患者の訴えを細かく把握するのは難しい現状があった。そこで、昨
年度に造血幹細胞移植後長期フォローアップ外来（以下LTFU外来）を開設し、造血幹細胞
移植後の患者の退院後の支援を開始したため、現状と課題について報告する。【方法・結果】
担当医師は、対象患者が血液内科外来を定期受診する日にLTFU外来を予約し、同種造血細
胞移植後フォローアップ研修を修了した血液内科病棟所属の3名の看護師が交替で、LTFU
外来を担当した。LTFU外来は診察の待ち時間を利用して血液内科病棟面談室で行っている。
療養期間を過ごした病棟看護師が面談することで患者より「安心して話ができる」という声
が聞かれている。看護師側も退院後の患者の生活状況を知ることで、入院中に実施した退
院指導の内容の実施状況などを確認でき、やりがいに繋がっている。【今後の課題】LTFU外
来の継続ができるように同種造血細胞移植後フォローアップ研修修了看護師の育成を計画
的に行うこと。患者の情報共有をする場を設けLTFU外来の質の向上を図ることを課題とし、
患者が安心して過ごせるように支援する。また、今後もLTFU外来を通じて、造血幹細胞移
植後患者の異常の早期発見や問題点などを把握し、多職種と連携していくことを強化した
い。

P2-204-2
がん専門病院呼吸器内科病棟における緊急入院患者の特性と対策
藤吉∙夏希（ふじよし∙なつき）1、吉田∙陽香（よしだ∙はるか）2、高橋∙由美（たかはし∙ゆみ）1

1NHO 北海道がんセンター呼吸器内科病棟、2NHO 西埼玉中央病院婦人科

【研究目的】緊急入院の特性と傾向を明らかにし、看護介入を検討し、緊急入院の予防と早
期発見、早期対応を行う。【研究方法】2020年11月から2023年3月で、がん専門病院呼
吸器内科病棟に緊急入院患者149名。基本属性、その他入院要因、転機、治療歴、家族背景、
社会資源利用の有無等電子カルテで後方視的にデータ収集を行い、単純集計を行う。転機
別で各データを比較・検討する。【結果】緊急入院患者は男性73.6％、女性26.3％、平均年
齢68.8歳であった。要因は病勢悪化が68.5％、抗がん剤の有害事象が14％、肺炎が18％

（内訳は薬剤性肺炎37％、細菌性肺炎29％）であった。転帰は死亡18.7%（内訳は病勢悪化
75％、他要因17.8％）、BSC移行が26.8％（内訳は病勢悪化80%、肺炎12.5%）、軽快・
不変が54.3％（病勢悪化38.2％、肺炎12.3％、疼痛増強9.8％）であった。最終治療は、
殺細胞性抗がん薬32.2％、分子標的薬10.7％、ICI併用10％、CRTが4.7％。ICI治療歴の
ある者は24.8%、照射歴のある者は54％、胸部照射歴がある者は8％であった。【考察】緊
急入院要因のうち病勢悪化が多く、内訳は播種や癌性疼痛、肺炎等であった。症状の展開
の予測が難しく、急速な悪化が要因と考える。また、抗がん剤の有害事象のうち、薬剤性
肺炎が多かった。肺癌患者かつ肺疾患既往、胸部照射等肺炎誘発リスクが高いことが原因
と考える。
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P2-205-1
WEST症候群発症による経口摂取困難な乳児への経口摂取再開に向けた多
職種での検討 ～ミルクアレルギーを持つ児への取り組み～
黒瀬∙潤子（くろせ∙じゅんこ）1、山∙美代子（やま∙みよこ）2、富田∙萌（とみた∙もえ）2、小原∙香耶（おはら∙かや）3、
中嶋∙沙知（なかしま∙さち）3、松永∙実香（まつなが∙みか）4

1NHO 富山病院看護部、2NHO 富山病院リハビリテーション科、3NHO 富山病院栄養管理室、 
4NHO 富山病院小児科

【はじめに】WEST症候群発症により、経口哺乳不可能となった乳児に対し、生後8 ヶ月の
当院転院時、両親から経口摂取の希望があった。摂食・嚥下障害看護認定看護師として多職
種（医師・OT・栄養士・看護師）と協働しながら姿勢・食形態・食内容を検討し生後10 ヶ
月から経口摂取を再開することができた1事例について報告する。【症例紹介】男児＜診断
名＞重症新生児仮死、低酸素性虚血性脳症、WEST症候群、ミルクアレルギー ＜経過＞41
週誘発分娩による経膣分娩で出生。生後3 ヶ月頃WEST症候群の診断あり前医にてACTH
療法施行。WEST症候群発症後より経口哺乳困難となり経鼻栄養となる。【目標】安全な姿
勢・食形態・アレルギー除去の食内容を選択し、経口摂取が開始・継続できる 【方法】1/週
～ 1/月、多職種で昼食時に経口摂取の評価を実施し検討する。アレルギーによりメニュー
の選択に制限があるため、新しい食形態への変更時には評価メンバーで試食・検討し導入
する。【経過】経口摂取開始までは口唇訓練、おしゃぶりを咥えるなど行った。経口摂取は
重湯と昆布だしから開始し、その後野菜ペーストや果汁、豆腐や魚のペーストを追加して
いった。（ペーストの肉を検討した際に乳が含まれており取り入れられず）病院食に加えて、
市販のアレルギー対応の離乳食を取り入れている。【結果・考察】日々の口唇訓練や姿勢調整
なども含め多職種で本児への取り組みを評価しながら進め、生後10 ヶ月より経口摂取が可
能となり、両親も喜んでおられる。重心の摂食障害や難治てんかんである本児の体調と成
長を考慮しながらこれからも多職種での検討を行い、経口摂取を継続することが児の成長
発達を促すと考える。

P2-204-8
虐待防止研修の効果－風通しのよい職場環境づくりを目指して－
芳賀∙奈穂子（はが∙なほこ）、吉澤∙ひろみ（よしざわ∙ひろみ）

NHO 青森病院看護部

【目的】当院では、令和3年度より看護部職員全員参加の虐待防止研修を毎年実施している。
令和5年度は、風通しのよい職場環境を体現することを目的に研修を行った。【方法】1.看
護部全職員292名を対象に28回研修をした。2.テーマについて「快・不快」を話し合った。
3.話し合い結果をイメージ画にまとめ発表した。4.テーマは、「心地よい対応で患者目線で
考える」「スタッフ同士のコミュニケーション」「心理的安全性を高める」とした。【結果】研
修生の意見として、「心地よい対応で患者目線で考える」では、笑顔を忘れない、思いやり
の心を持つ、話しかけやすい雰囲気を大事にしたいであった。「スタッフ同士のコミュニケー
ション」では、無視しない、お互いが声を掛け合う、心に余裕を持つであった。「心理的安
全性を高める」では、小さな気づきを声に出す、チームワークを大事にしたいであった。ア
ンケートでは、92％が「風通しのよい職場を体験できた」95％が「ワークで安心して話すこ
とができた」と回答した。イメージ画のタイトル名は、笑顔、スマイルに関するものが9割
あった。【考察】和やかな雰囲気、穏やかな表情、共感的態度は、話しやすく、安心して話
ができる環境と捉えていた。話しやすい雰囲気での対話体験は、お互いの思いを共有しや
すく、心理的安全性が高まると理解していた。日頃の気づきを声に出せること、発言した
内容を聞き入れてもらえる職場環境が、虐待のない療養環境の継続に貢献するものと考え
る。今後も、安心して話ができる職場環境の推進を目指したい。【結論】風通しのよい職場
環境づくりには、「笑顔・あいさつ・思いやり」が大切であることを体現できた。

P2-204-7
HCU病棟におけるセル看護方式を活用した身体的拘束解除へ向けた取り組み
小田木∙舞依（おだぎ∙まい）、秋山∙稀三音（あきやま∙きみね）、中嶋∙真（なかじま∙まこと）、櫻井∙美葉（さくらい∙みは）、
浅見∙真友子（あざみ∙まゆこ）

NHO 信州上田医療センター看護部

【目的】HCU病棟では生命維持に重要な医療機器が装着されている患者が多い。さらに超高
齢化社会による認知症患者の増加もあり、安全確保のための予防対策として身体的拘束を
行う場合もある。これらの中で身体的拘束は倫理的問題となるため、患者の安全確保と尊
厳の間でジレンマを抱えている看護師が多い。そこでセル看護を活用し、ベッドサイドで
すべてを完結することで身体的拘束を解除する。【方法】2023年6月1日～ 30日、12月1
日～ 31日、3月1日～ 31日の期間で身体的拘束をしている患者を対象とし、すべての身
体的拘束が解除されていた時間（抑制解除時間）の統計を図る。【結果】令和5年6月1日～
30日解除時間9167分・身体的拘束率32％、12月1日～ 31日解除時間6820分・身体
的拘束率21％、令和6年3月1日～ 31日解除時間7235分・身体的拘束率30％であった。
令和4年度の身体的拘束率29％に対し令和5年度は26％となり3％減少した。【考察】患者
の状況により身体的拘束率に変動はあるものの、ベッドサイドケアを意識したことにより
患者を看る環境作りができた。さらに拘束解除に向けたカンファレンス実施のきっかけと
なり、アセスメント評価を適時行える意識付けとなった。また得られた時間から離床等の
看護介入ができ、患者のQOLに対する影響を与えることができた。【結論】拘束予防のため
のアセスメントを繰り返し、病棟全体で解除に向けて看護実践の取り組みができた。また
解除時間の数値が可視化されたことは、看護師に前向きな実感を抱かせジレンマの解消に
繋がった。さらにこれらのことは身体的拘束を解除するというスタッフの行動変容の一歩
となり、互いに協力し話し合える職場風土へと繋がった。

P2-204-6
離床センサー開始判断における看護師のアセスメントに関する研究
三堀∙颯太（みつほり∙そうた）、平山∙真生（ひらやま∙まさお）

NHO 神奈川病院看護部

【はじめに】離床センサーの使用開始は、看護師個々の判断に委ねられており基準がないの
が現状である。離床センサー開始における、妥当性が高く共通判断ができる客観的指標を
作成・導入することにより、看護師のアセスメントに対しての意識や認識に変化や改善が
見られるか導きたいと考えた。【目的】離床センサー開始における看護師のアセスメントに
関し、妥当性の高い共通判断するための客観的指標を導入することにより、アセスメント
基準に対しての意識や認識に変化や改善がみられるかを調査する。【研究方法】A病院B病
棟看護師20名を対象にアンケートを実施。アンケートは10段階評価で令和5年9月と12
月に実施し項目ごとに集計した。【倫理的配慮】A病院倫理審査委員会にて承認を得た。【結
果・考察】離床センサー開始時のアセスメントに対する自信は、10段階評価で平均5.05点
であった。重要視している項目について「1患者が動く前にナースコールで呼べるか」とい
う回答が最も多く全体の85.0％で、次いで「2看護師の指示の理解ができるか」「4認知症
があるか」となった。これらの項目を判断指標として「ナースコール行動想起テスト」を作成・
導入した結果、アセスメントに対する自信は平均6.94点まで上昇し、アセスメントへの不
安は軽減した。【結論】看護師は離床センサー開始の判断に不安を感じていたが、判断指標
として「ナースコール行動想起テスト」を導入した事で不安の軽減に繋がった。今回作成し
た判断指標を長期的に活用することで転倒転落を予防し、早期に適切なアセスメントがで
き、患者がより安全安楽な療養生活を送れることに繋がることが期待される。
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P2-205-5
重症心身障害病棟における多職種チームの活動－摂食チームと行動療法
チーム－
谷口∙謙（たにぐち∙けん）1、芳野∙詠子（よしの∙えいこ）2

1NHO やまと精神医療センター精神科、2NHO やまと精神医療センター呼吸器科

当院の重症心身障害病棟ではNHOネットワーク共同研究参加を契機として結成された摂
食チームと行動療法チームという二つの多職種チームが活動している。今回、両チームの
活動内容とその利点および今後の課題について報告する。摂食チーム（training for eating 
and swallowing team: EATS）は平成21年度NHOネットワーク共同研究「重症心身障害
児（者）における摂食機能療法の普及推進のための研究（研究代表者：大塚）」への参加をきっ
かけとして発足した。看護師、療養介助員、栄養士、作業療法士、保育士、児童指導員、
医師で構成され、摂食、嚥下機能上の問題のある患者に対し介入を行っている。行動療法チー
ム（behavioral therapy and structure team: BTS）は平成24年度NHOネットワーク共
同研究「強度行動障害を持つ重度精神遅滞児（者）の専門的治療と移行支援に関する研究（研
究代表者：會田）」への参加をきっかけとして発足した。看護師、療養介助員、作業療法士、
保育士、児童指導員、医師で構成され、他害や自傷などの行動症状を呈する患者に行動療
法的な介入を行なっている。研究参加後のチーム活動の利点として、多施設共同研究によ
り一定のエビデンスが得られた方法で患者を支援できること、共同研究終了後も介入を継
続しチームが獲得したスキルを伝達してゆけること等が挙げられる。両チームから複数の
学会報告がなされており、より良い支援方法を研究するための基盤にもなっている。チー
ムメンバーの負担の軽減、活動のマンネリ化の防止、メンバー以外の職員への情報発信な
どが今後の課題である。

P2-205-4
重症心身障がい者における体重コントロールについて
青海∙未来（せいかい∙みく）、水流∙恵（つる∙みぐみ）、大崎∙文代（おおさき∙ふみよ）、松川∙佐和子（まつかわ∙さわこ）

NHO 奈良医療センター重症心身障害児者

【はじめに】A病棟の重症心身障がい児（者）患者の体重データを分析すると摂取カロリーな
どに変化がない状況で体重減少している患者がおり、その原因を明確にしないまま摂取カ
ロリーを増量し体重をコントロールしている現状があった。そこで患者の体重や食事量な
どのデータを分析し、体重変動とそれに影響した因子を調査したので報告する。【方法】1.入
院患者のカルテより過去5年間で体重が短期間に減少している患者を抽出2．体重増減の影
響因子のデータ収集3.影響因子と体重減少の関連性の調査【倫理的配慮】本研究はA病院の
倫理委員会の承諾を得た。【結果及び考察】体重減少がみられたのは3名であった。A氏は、
周期的な興奮が多い月に最大4.1％の体重減少がみられた。B氏は点滴加療を行った際3か
月で2.6％の体重減少がみられた。また浮腫と低ナトリウム血症のため濃厚流動食を変更し
18％の体重減少があった。C氏は2年間で27％の体重減少がみられた。この期間中は泥状
便がほぼ毎日みられていた。CT画像から腸管全体に便貯留がみられていたことから腸管機
能不全を生じ栄養や水分の吸収率が低下した可能性が考えられる。3例を通して結果に共通
点はみられなかった。【結論】体重減少の影響因子は摂取カロリー、興奮の有無、薬物加療
による絶食、腸管機能不全による吸収率の低下であった。

P2-205-3
食事拒否が出現した重症心身障害者へのアプローチ～再び経口摂取ができ
るようになるまでの11 ヶ月～
高橋∙小百合（たかはし∙さゆり）、長谷川∙純子（はせがわ∙じゅんこ）、島田∙真央（しまだ∙まお）、槙田∙裕之（まきた∙ひろゆき）

NHO 西新潟中央病院重症心身障害センター

【はじめに】当病棟は重症心身障害児（者）病棟である。当該病棟に入院中のS氏はダウン症
であり、COVID-19罹患後から拒食となり、3 ヶ月後には経鼻経管栄養が開始となった。
経口での食事摂取再開を目指し、多職種が連携を取り様々な取り組みを実施した結果、経
口での食事を再開することができたのでここに報告する。【研究方法】調査期間2023年1月
～ 2023年11月、家族に本研究の主旨を説明し同意を得られたダウン症患者の拒食から経
口摂取再開までのケアの内容とそれに伴う患者の様子を観察し、どのような効果が得られ
たのか明らかにする。【結果、考察】S氏はCOVID-19罹患による身体的・環境の変化が加わっ
たことでストレスがかかった状態であった。その中でS氏は自身の感情や思いの訴え方の表
現として、「拒否」という一つの方法をとっていたと考える。私たち介助者は、S氏が以前の
様に経口からの食事摂取ができるよう援助することが必要と思い、介助を続けた。しかし、
S氏にとってはこのとき食事が「苦痛」や「不快」に繋がっていた状態であった。そこで、S氏
は「なぜ」拒否してしまうのかという「気持ち」に焦点を置き、スキンシップの強化、介助法
の統一などを行ったことで介助者との関係が再構築され、食事が進むことにつながったと
言える。【まとめ】精神的関わりと統一した介入方法を徹底したことで、S氏にとって食事と
は楽しいものであるという認識が再構築され経口摂取が可能になった。今回の学びを活か
し、今後環境の変化などで拒食などに陥った患者に対する介助者の看護のあり方とはなに
か考え、ケアを行っていきたい。

P2-205-2
重症心身障がい者の摂食嚥下環境　50年の変遷とST介入の影響
甲斐∙美津江（かい∙みつえ）1、梅沢∙八重子（うめざわ∙やえこ）1、山田∙直美（やまだ∙なおみ）2、加藤∙禎洋（かとう∙よしひろ）3

1NHO 長良医療センターリハビリテーション科、2NHO 長良医療センター A2病棟、 
3NHO 長良医療センター小児外科

【はじめに】摂食嚥下霜害は1980年代半ばに耳鼻科領域で関心が高まり、1994年に摂食機
能療法が診療報酬として認められた比較的新しい領域である。今回当院に長期入院中の患
者の摂食嚥下環境の変遷と、ST介入の影響を検討したので報告する。【対象と方法】重症心
身障がい者病棟に入院中の脳性麻痺50代女性。入院期間を年代ごとに5期に分け、食べ方
と食形態について後方視的に患者満足度を比較した。満足度は5.非常に満足している～1.全
く満足していないまで5段階の評定尺度法で、食べ方と食形態それぞれについて評価した。

【結果】10代:食事を含め床上生活で普通食。体調などで都度食形態変更している。満足度
は（食べ方）1-（食形態）5。20代:高機能車椅子作成。OTにて食事訓練開始。2年後に頚椎
症疑いや本人から訓練の内容変更希望があり食事訓練終了。食べ方と食形態は10代と同様
で1-5。30代:院内では床上で軟飯・キザミ食。満足度1-4。外出時は車いすでラーメンや
ステーキなどを食べており、満足度5-5。40代:車いすで軟飯・極キザミ食。満足度5-2。
STの評価後形態を普通食へ変更して摂食嚥下訓練を開始。満足度5-5。50代:車いすでか
ゆミキサーゼリー・極キザミ食。満足度5-1。【まとめ】本症例では本人と看護師とで相談し
ながら食形態を変更していたが、40代（2010年）ごろから本人の希望では形態変更されに
くくなっていた。STが介入することで、本人の希望と口腔嚥下機能を考慮して本人と看護
師双方が納得できる食事環境を設定することができている。加齢に伴い機能低下していく
中で何を大事にしていくか、本人・家族を含めたチームで満足でなくとも納得できる食生
活支援を考えていく必要がある。
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P2-206-1
臨床実習における検査測定および治療実施状況の調査について
中村∙敦子（なかむら∙あつこ）、米田∙愛（よねだ∙めぐみ）、蕨野∙博明（わらびの∙ひろあき）、堤∙恵志郎（つつみ∙けいしろう）、
川瀬∙翔太（かわせ∙しょうた）、中川∙誠（なかがわ∙まこと）

NHO 東名古屋病院附属リハビリテーション学院理学療法学科

【背景】臨床実習においては、診療参加型臨床実習に準ずることが推奨されているが、実際
の実習状況や、学生が経験できる検査測定および治療の実施項目には差が生じている現状
である。そのため、実習における検査測定および治療の実施状況を把握することを目的に
調査を行った。

【対象と方法】当学院2年生の評価実習、3年生の総合実習において、検査測定および治療の
実施報告書を作成し、各項目の「見学」「協同参加」「実施」での経験状況を把握した。

【結果】評価実習、総合実習共に、検査項目間では、関節可動域測定、筋力検査の項目にお
いて下肢の実施経験が上肢に比べ高くなっており、ADL検査の実施割合は低く、血圧測定
は高い割合で経験していた。評価実習、総合実習間での比較では、感覚検査、反射検査、筋トー
ヌス検査、片麻痺運動機能検査、協調性検査の実施経験は評価実習の方が高い結果となった。
総合実習における治療実施状況については、幅広く経験できていることが伺え、下肢にお
ける関節可動域運動、筋力増強運動、立ち上がり・移乗動作練習、歩行練習については、「見
学」とほぼ同程度の割合で「実施」まで経験している一方で、バランストレーニング、階段昇
降練習など、転倒リスクを伴う治療については、「見学」と「実施」の差が大きくなった。

【考察】評価実習、総合実習共に、診療参加型臨床実習に準じ複数の症例を経験することで、
臨床の理学療法士が実施する頻度の高い下肢の項目に偏ったと考える。また、評価実習で
は検査測定の経験が増え、総合実習ではリスクに配慮されながら幅広く治療を経験するこ
とが出来た状況が伺える。

P2-205-8
患者の人生の最終段階の医療とケア決定をする際に、看護師が重要視した
こと医療者に終末期医療の決定を委ねられた事例を振り返る
佐合∙和美（さごう∙かずみ）1、小川∙真由美（おがわ∙まゆみ）1、深尾∙紀子（ふかお∙のりこ）1、川村∙美香（かわむら∙みか）1、
矢野∙充（やの∙みつる）2

1NHO 長良医療センター看護部、2NHO 長良医療センター診療部

【はじめに】家族がいない重症心身障害患者が体調不良となり、成年後見人から今後の治療
方針を医療者に委ねられた事例があった。この事例の経過と看護師が考慮した患者背景な
どの情報を収集し分析することで、患者の人生の最終段階における医療とケアについての
方向性を決定するための一助になるのではないかと考えた。【目的】重症心身障害者の人生
の最終段階の医療とケアを決定する際に、看護師が重要視したことを見出す。【研究方法】
研修対象：看護師27名研究方法：看護師にアンケート調査を実施し、単純集計した。【結果】
患者の身体的な苦痛は、どの看護師も考慮していたが、社会的・スピリチュアルの側面は、
考慮されていない傾向があった。できる限り治療を行うことや少しでも長く生きられるこ
とは、「考慮しなかった」「どちらでもない」という回答が多く、看護師の看護観や死生観は、

「影響した」傾向であった。【考察】身体的な苦痛は、日々観察して経過を看ているため、考
慮していた。多職種カンファレンスでも、積極的な治療は患者に苦痛や行動制限が生じる
ことになるため、患者が嫌がらない程度の治療方針となった。社会的・スピリチュアルの
側面は、長期入所されている患者情報として捉えにくい背景がある。今後、日々のケアで
意図的に情報を収集することが必要であると思われる。できる限り治療や長く生きられる
ことについては、患者の状態から治療効果があまり期待できないことが、影響されたので
はないかと推測される。看護師自身の看護観や死生観については、家族の思いがない場合は、
自身の考え方が影響されやすいと考えられる。

P2-205-7
医療的ケア児におけるレスパイト入院体制の構築とその効果
寺島∙奈央（てらじま∙なお）1、下田∙心（しもだ∙こころ）2、岩井∙凛奈（いわい∙りんな）1、石井∙広美（いしい∙ひろみ）1、
萩谷∙綾（はぎや∙あや）1、武田∙由美（たけだ∙ゆみ）1

1NHO 西埼玉中央病院看護部、2国立国際医療研究センター病院看護部

【背景】A病院A病棟は、小児科、代謝・内分泌内科、耳鼻咽喉科、眼科の混合病棟である。
A病棟において、在宅療養中の医療的ケア児の家族の身体的・精神的負担軽減のために、レ
スパイト入院の受け入れを開始した。【目的】医療的ケア児におけるレスパイト入院体制の
構築とその効果を明らかにする。【方法】2022年12月より受け入れ準備のため、レスパイ
ト入院受け入れ施設の見学、手順書等の作成、スタッフ教育を実施した。対象患者は、A病
院かかりつけの医療的ケア児もしくは、小児科医師が必要と認めた児とし、障害の程度や
年齢の制限は設けないこととした。事前に家族よりケアにおける注意事項や入院中の過ご
し方に関する希望などを情報収集し、個別的なケアを実践した。レスパイト入院利用後の
感想について、家族より聞き取り調査を行った。【結果・考察】2023年8月～ 2024年4月
までに、日帰り入院5名（19件）、1泊以上の入院4名（8件）の利用があった。利用した児
の家族からは、「他施設では障害の程度や年齢などで断られるケースがあるが、制限がない
ため助かる。」「主治医のいる病院であるため、安心して子供を預けて家族の休息の時間を
とることができる。」「預け先があるとわかっているだけで安心できる。」などの意見が聞か
れ、複数回利用した児もいた。レスパイト入院の導入は、在宅療養中の医療的ケア児の家
族支援につながったと考えられる。その一方でスタッフからは、さまざまな医療的処置の
実施に自信がなく緊張するとの意見があった。医療的ケア児のケアを実践するスタッフ教
育が今後の大きな課題である。

P2-205-6
医療的ケア児入所を目的とする関係機関へのアウトリーチについて
片山∙浩暉（かたやま∙こうき）、矢野∙和輝（やの∙かずき）、佐村∙知哉（さむら∙ともや）、澤井∙康子（さわい∙やすこ）

NHO 奈良医療センター療育指導科療育指導室

【はじめに】当院病院目標であるポストNICUに向け、医療的ケア児の入所者獲得を目的と
する各関係機関へのアウトリーチを実施したため報告する。【方法】児童指導員が以下3点
を実施。1近隣府県の児童相談所と保健所へ訪問や電話連絡による入所ケースの紹介依頼。
2来院する相談支援専門員へ入所ケースの紹介依頼。3近畿管内の国立病院機構へ各病院の
入所待機者の紹介依頼。【結果】奈良県、京都府、大阪府の児童相談所と保健所の計15機関
へ訪問と電話連絡によるアウトリーチを実施し2名の入所に繋がった。各府県の紹介ケー
ス数は奈良県の紹介ケース1件、京都府の紹介ケースは措置委託ケース2件、大阪府の紹介
ケースは医療度の高いケース3件であった。近畿管内の国立病院機構より2件の紹介ケース
があった。【まとめ】アウトリーチは入所者獲得の効果があり、またアウトリーチの過程で、
周辺地域の入所待機者の状況を知ると同時に、各機関との顔つなぎにより、今後の入所相
談に繋がる関係性構築となる。一方で、医療面等の具体的な入所相談に対応するため、医
療職や看護職のアウトリーチの同行が必要であり、医療職や看護職が同行するアウトリー
チを今後計画する。また、ポストNICUを目指す上で医療的ケア児の支援に必要な物品等の
環境整備や職員全体の医療的ケア児に特化した支援向上が不可欠であり、委員会に医療的
ケア児の相談支援内容や病棟で抱える課題等を議題化し、病院全体へ医療的ケア児へのス
キルアップや環境整備について発信する。更に、奈良県内の入所待機者へ効果的に入所を
促進するため、当院を含む奈良県内の3つの重症心身障害児入所施設の入所待機者の共有を
提言する予定である。
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P2-206-5
卒業前技術演習が看護学生の技術到達度の上昇と不安の軽減に及ぼす影響
について
太田∙恵子（おおた∙けいこ）、花村∙一葉（はなむら∙かずは）、谷山∙千賀子（たにやま∙ちかこ）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校

【序論】看護専門課程A校の3年生84名に、卒業前に演習したい診療の補助技術について質
問紙調査を行ったところ、静脈血採血、輸液準備、輸液ポンプ操作が挙げられた。技術は
到達しているが、人体への実施が未経験で、知識や技術が未熟であることなどから不安が
あり自信が無いということが分かった。そこで、卒業前技術演習を行い、この演習が技術
到達度の上昇と不安の軽減に及ぼす影響を明らかにすることを目的に取り組んだ。【倫理的
配慮】倫理審査委員会の承認を得て、研究への参加は自由意思であると説明し、質問紙の提
出をもって同意を得た。【方法】質問紙は独自で4件法と理由や感想は記述式で作成。質問
紙調査は、学生が自己評価として卒業前技術演習の前後で2回実施し、平均値と記述内容を
比較検討した。【結果・考察】卒業前技術演習の前後で実施した4段階評価の平均値を比較す
ると、すべての項目において、技術到達度の上昇と不安の軽減が見られた。不安の軽減に
つながった理由として「知識の確認ができたから」「技術到達が上昇したから」と回答した学
生が65％以上であった。一方、不安の原因として静脈血採血の「モデル血管への穿刺しか
経験がないから」、輸液準備や輸液ポンプ操作の「技術が未熟であるから」という項目につい
ては、あまり改善しなかった。自由記載では、「知識と技術の確認ができた」という意見があっ
た。【結論】卒業前の技術演習により、知識の確認ができ、技術到達度が上昇したことで不
安の軽減につながった。卒業前に技術演習を行うことで不安を軽減し、臨床で経験を積む
ことで技術到達が上昇するよう臨床へと情報をつなげていく必要がある。

P2-206-4
3年課程2年次後期のキャリア教育導入による効果 ―キャリアオリエン
テーション、シンポジウム・交流会の実施を試みて―
友近∙昌美（ともちか∙まさみ）、松下∙裕子（まつした∙ゆうこ）

NHO 愛媛医療センター附属看護学校

【目的】職業アイデンティティ育成を目的に、3年課程2年次の学生を対象にキャリアオリエ
ンテーションおよび卒業生（看護師・助産師・保健師）によるシンポジウム・交流会を実施
した成果について報告する。【倫理的配慮】本報告のデータである学生の実施後の学びのレ
ポート・アンケート結果は、個人が特定されないように配慮し、本報告以外には使用しな
い。また、学生に学会にて実践報告することを口頭で説明し、同意を得た。【実践活動】1．
キャリアオリエンテーション　2年次、1月に「キャリアとは」「キャリアアンカー」「キャ
リアデザイン」についてオリエンテーションを実施し、キャリアの理解とともに目指したい
看護師像のイメージ化を図った。2．キャリア教育を目的としたシンポジウムと交流会　2
年次、2月に様々なキャリア経歴を持って活躍されている卒業生に「私らしく働くためのキャ
リアの考え方」をテーマとしたシンポジウムと学生との交流会を実施した。【結果・考察】ア
ンケート結果では、「自分が看護師として働く上で大事にしたい事や自分らしさを考える機
会となった」「看護師として働く事の選択肢や可能性の広さを感じることが出来た」「自身
が目指したい看護師の姿に向け学生時代の取り組みを考える機会となった」の項目に全員が

「大変そう思う」「そう思う」と回答していた。学びのレポートにも、理想や目標を持ち取り
組むことの重要性や働き始めてからのキャリアの可能性、実習など学習への意欲などが記
載されていた。意図的なキャリア教育の機会を設けることにより、自身の将来像の意識化
と看護師としてのキャリアに向け前向きに取り組むきっかけにつながったと考える。

P2-206-3
学生による学年毎実習目標の到達度自己評価の現状
寺田∙博子（てらだ∙ひろこ）、大上∙寿子（おおがみ∙ひさこ）、宮下∙和覧（みやした∙なみ）、惠美∙徹生（えみ∙てつお）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校看護学科

【はじめに】主体的な学習のために自己目標を明確に持つことは重要視されており、臨地実
習目標の到達に向けて、学年毎に段階別実習目標を提示している。しかし学生の中には自
己での目標設定が明確でない学生が少なからずいる。そこで学年毎の段階別実習目標の到
達度を自己評価した結果をもとに、学生が考える到達度と教員の評価から課題を明確にし
て必要とする教育的関わりを考えたいため取り組んだ。【目的】A看護学校の学年毎段階別
実習目標の到達度を、学生の自己評価から明らかにする。【方法】対象：A校（看護3年課程）
に在籍している1 ～ 3年生の243名　時期：令和6年3月　方法：臨地実習目標に応じて、
学年毎に設定した段階別実習目標（3大項目・20 ～ 22小項目）の到達度を4段階（1．全く
思わない　2．あまり思わない　3．思う　4．大いにそう思う）で学生による自己評価結果
を分析した。【倫理的配慮】本研究は、倫理審査委員会の承認を得た。評価表の提出をもっ
て同意を得た。【結果・考察】有効回答は176名であった。各小項目の平均値は、1年生3.09
～ 3.77、2年生3.04 ～ 3.51、3年生3.44 ～ 3.89であった。1年生では、実習目標と評
価項目が同様の項目は自己評価が高いが、態度については課題がみられる。2年生の自己評
価が低いのは、学習が進み看護についての知識が増え、自己課題が見えやすいためと考える。
3年生では、自己評価は高くなっている。実習時間が多く実践が増え、経験を積み重ねるこ
とで自分に自信をもつためと考える。また患者・家族が利用する地域包括システムや健康
支援システム、看護をとりまく社会の動向に関心をもち、看護の特徴を理解できるような
教育的関わりが課題である。

P2-206-2
A病院内視鏡室配属の消化器内視鏡技師に求められる教育的サポートに関
する調査
村上∙友美（むらかみ∙ともみ）、舩越∙寿恵（ふなこし∙としえ）、廣渡∙真奈美（ひろわたり∙まなみ）、宮坂∙光俊（みやさか∙みつとし）

NHO 九州がんセンター外来内視鏡室

【はじめに】内視鏡技師に対する医師及び看護師から求められる教育的サポートに関する必
要事項について検討し、教育内容の示唆を得たので報告する。

【方法】2023年11月13日～ 17日、医師12名と看護師8名を対象に自作の質問紙を使用
してアンケート調査を実施。内視鏡室で必要とされる知識・技術・その他の大項目を、7の
中項目に分類し24小項目とし5段階のリッカート尺度を用いた。小項目、中項目について
医師群と看護師群を比較しマンホイットニー U検討を行い、有意水準は5％とした。倫理
委員会の承認を得て実施した。

【結果】24項目全て医師と看護師に有意差はなかった。検査前中後の知識について医師群の
方が看護師群より平均値が有意に高く、検査前中後の技術については全体平均値が最も高
い値を示した。看護師経験年数の比較に有意差はなかったが、看護師の特徴として技術の
小項目「内視鏡・デバイス・周辺医療機器の取り扱いに関する技術習得の教育的サポート」
で最も高い値を示した。

【考察】医師は内視鏡技師に対して内視鏡介助技術の裏付けとなる消化管の解剖生理・病態・
疾患、薬剤、看護、医療機器の知識に基づいた技術の習得の教育的サポートをより求めて
いることが考えられた。一方で看護師は、内視鏡室の特殊な環境や機材、また経験したこ
とのない検査介助に戸惑うことが多いため技術習得のための教育的サポートを求めている
ことが考えられた。患者が安心して安全に内視鏡検査や治療を受けることが出来るように、
看護師の専門知識と技術の向上のため教育内容の見直しを行い、質の向上を目指したい。
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P2-207-1
筋ジストロフィー患者の股関節の痛みに配慮した移乗方法の検討
大江∙友加里（おおえ∙ゆかり）1、藤田∙龍一（ふじた∙りゅういち）1、平野∙こずえ（ひらの∙こずえ）3、佐藤∙和也（さとう∙かずや）2、
三方∙崇嗣（みかた∙たかし）1,2

1NHO 下志津病院リハビリテーション科、2NHO 下志津病院神経内科、3NHO 下志津病院看護部

【はじめに】
近年,当院では医療安全委員会に報告される受傷機転不明の骨折が増加している.筋ジスト
ロフィー患者では歩行不能になると骨萎縮・骨粗鬆症が進行し軽微な外力での骨折が発生
する.移乗介助した際に骨折したと想定された為,担当理学療法士へ移乗方法の検討が依頼
された.

【目的と方法】
より安全な移乗介助を確立することを目的として,看護師の現在の介助方法を調査し新しい
移乗方法を作成した.

【症例】
病名：筋強直性ジストロフィー　40歳　女性
現病歴：2000年頃より歩行不能,現在ADLは全介助.2020年4月当院入院.2021年7月よ
り当院障害者病棟に長期契約入院.股関節の可動域は80度で疼痛の訴えあり.骨折が診断さ
れた時には2日前から痛みが持続していることが判明した.

【移乗方法】
受傷前の移乗方法：横抱きでの2人介助.上半身介助者は肩と腰を,下半身介助者は大腿と下
腿を支え移乗する.
変更後の移乗方法：横抱きでの3人介助.それぞれ肩と腰,腰と臀部,臀部と下腿を支え全身
を水平に保つよう移乗する.

【考察】
2人介助での移乗は,上半身と下半身の介助者を分けることによって介助者の負担を軽減し
非介助者の姿勢安定に寄与できる.しかしながら股関節屈曲の可動域制限がある症例の場合
は介助者の体格差や持ち上げるタイミングのずれによって股関節の他動屈曲が強制される
ことがわかった.また,車椅子上からベッドへ移乗する際は更に臀部が落ちやすく,股関節屈
曲位となりやすい.3人介助にすることによって介助者個々の負担を軽減し非介助者の安楽
な姿勢を保持したままの移乗が可能となった.今後も一人ひとりの身体機能や障害に合わせ
た移乗方法の検討を行っていきたい.

P2-206-8
看護学実習に臨む学生への精神的支援～実習指導者と看護学生の交流会開
催を通して～
橋本∙優紀（はしもと∙ゆうき）1、青木∙智子（あおき∙ともこ）1、藤井∙奈津美（ふじい∙なつみ）1、桂∙澪（かつら∙みお）1、
村上∙佑子（むらかみ∙ゆうこ）1、竹内∙多真枝（たけうち∙たまえ）2

1NHO 横浜医療センター看護部、2NHO 東長野病院看護部

【背景】当院は看護学校を有し、臨床実習病院としての役割を担っている。看護学実習では、
初めての病棟環境、新しい対人関係の構築など、学生にとって大きな不安要因が示唆され
ている。そこで、学生がより良い心理状態で臨地実習に臨めるよう、実習指導者と看護学
生の交流会を開催したので、その活動と評価を報告する。

【方法】令和5年度の基礎看護学実習1の前日に本校体育館にて交流会を開催し、クイズ、動
画視聴を通した病院紹介や、看護学生と臨地実習指導者のコミュニケーションの場を設け
た。

【結果】交流会には、臨地実習指導者17名と看護学校1年生75名が参加した。看護学生の
事後アンケートでは、「実習へのイメージが持てたことによる不安や緊張緩和」「実習前に
指導者と話せた安心感」「実習へのモチベーション向上」等、臨地実習へプラスのイメージ
が持てていた。また、実習指導者は、学生の緊張や不安な心理状況を汲み取った実習環境
整備に意識的に取り組んでいた。さらに、教員からは「学生がいい緊張感で実習に臨めた」
と意見があった。

【考察】交流会では、看護学生と臨地実習指導者が楽しい雰囲気の中で直接コミュニケーショ
ンをとることで、実習中には聞きづらい事も気兼ねなく質問している姿が多く見られてい
た。そのため、実習開始前に学生の不安や緊張を軽減し、実習への心構えや準備に活かす
事につながったと考える。一方、実習指導者は、交流会の学生の様子を踏まえて、実習環
境整備や学生とのコミュニケーションの取り方に工夫をしていた。このことから、交流会
開催は、看護学生の精神的支援やより良い実習環境の提供に効果的であったと考える。

P2-206-7
看護学生の2年次・3年次領域別実習前後における社会人基礎力の自己評
価（第一報）
中村∙なぎさ（なかむら∙なぎさ）、晝間∙梓（ひるま∙あずさ）、辻岡∙良輔（つじおか∙りょうすけ）

NHO 京都医療センター附属京都看護助産学校看護学科

【はじめに】先行研究では、実習が社会人基礎力の向上に有効であることは分かっているが、
研究データ数が少なく、さらなる検証が必要と考えた。そこで看護学生の2年次・3年次領
域別実習前後における社会人基礎力の自己評価を明らかにするため、本研究に取り組んだ。

【研究方法】岐阜大学医学部看護学科で使用している4つの能力と13 の能力要素の評価に、
評価の根拠の記述を加えた評価用紙を用いて、1 ～ 3点で自己評価する。2 年次と3年次の
領域別実習前後に合計4 回の自己評価を実施する。【倫理的配慮】本研究は倫理審査委員会
の承認を得た。研究の安全性と人権配慮について学生へ口頭で説明し、自由意思による同
意を得た。【結果、考察】第1 ～ 3回の自己評価の内、チームで働く力である傾聴力・規律力・
倫理性はいずれも平均2.5点以上であった。これは看護専門職を育成するためのこれまでの
基礎教育により学生自身がこれらの力の必要性を意識できているためであると考える。一
方で、働きかけ力・計画力・創造力・発信力は、第3回の自己評価においても平均2.0点以
下であった。この結果により、自己のみでなく、自ら周りに働きかけ、物事を進める力に
課題があることが分かった。クラスの学生の傾向として、自己肯定感が低いと感じる場面
があるため、学生が自己肯定感を高め、自ら課題を達成できるよう支援する指導を行うこ
とが今後の課題である。【結論】1．学生は領域別実習開時から傾聴力・規律力・倫理性の看
護専門職として必要な力を意識できている。2．学生が自ら周りに働きかけ、物事を進める
力の育成が必要である。

P2-206-6
卒後2年目看護師の継続就業を支える要素～卒業校での精神的支援の有効
性の検証
三浦∙喜子（みうら∙よしこ）、福井∙香織（ふくい∙かおり）、荒井∙宇子（あらい∙たかこ）、内山∙恵吏子（うちやま∙えりこ）

NHO 弘前総合医療センター附属看護学校

当校では卒業生が就職して2年目以内での離職が多くなってきている。しかし、現状として、
離職する前に卒業生から学校への相談はなく、卒業生個々の就業継続に対する意欲や離職
理由、看護活動の状況までは把握できていない。このことから、状況や心情についての情
報交換や情報共有を目的とした談話会の場を設け、卒後2年目までの就労を継続するための
要因、および教員・卒業生同士が情報共有できたことによる談話会の効果について分析した。
研究方法は、A看護専門学校　卒後2年目の卒業生8名での談話会を実施し、会話内容を
録音したものを質的に分析した。また実施後の感想を事後アンケートから確認した。実施
後の卒業生からは「他の人の、成長したと感じるエピソードなどを聞き、自分にも当てはま
るところがあると感じられた」という自己の成長を実感することが出来たという意見が多数
あった。一方で、「みんなが成長していて焦りを感じてしまった」という意見もあった。また、
談話会を行なったことで、「有意義な時間だった」「普段会えない友人と話せてよかった」「定
期的に集まれるとよいのではないか」といった意見も見られ、学校が声をかけることで普段
は話すことのない他施設で働く卒業生同士が話す場を持てたことも精神的支援として有効
と成りうると考えられた。
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P2-207-5
長期入院中に呼吸状態不良となり、カフアシストを導入した筋萎縮性側索
硬化症症例について
小池∙結友（こいけ∙ゆう）

NHO 石川病院リハビリテーション科

【はじめに】筋萎縮性側索硬化症（以下ALS）は呼吸筋力の低下により、換気障害・呼吸不全
をきたすことが知られている。今回、レスパイト入院中に呼吸状態が悪化し人工呼吸器管
理後も肺炎を繰り返し、排痰補助装置（以下カフアシスト）の使用を検討した患者を担当し
たため報告する。【症例紹介】X年2月にALSと診断された70歳代女性、同年11月からレ
スパイト入院を利用していた。X+1年2月レスパイト入院中に呼吸状態の悪化が見られ、
酸素投与下でNPPVを開始した。呼吸器を離脱することができず、同年5月に気管切開術
を施行して以後、TPPV管理下で長期入院となっている。【経過】X+2年1月から肺炎を繰
り返すようになり、4月上旬より最高気道内圧（以下PIP）が38 ～ 40台と高値になること
が増えた。酸素吸入濃度（FiO2）を35 ～ 40％に設定し、酸素化を保っていたが、徐々に
呼吸状態・全身状態不良となり、5月下旬から病棟と協力してカフアシストを開始しPT介
入時にカフアシストを行うこととなった。【結果】呼吸理学療法では、体位ドレナージや呼
吸介助を実施した。日中の呼吸状態は安定していたが、夜間にSpO2の低下・PIPの上昇を
著明に認めた。カフアシスト実施後、PIP30前後と変動はあるものの酸素化不良だった頃と
比較し数値は落ち着いている。【考察】繰り返す肺炎により左肺のコンプライアンスが低下
し、喀痰困難による呼吸不全症状が出現していたと思われる。カフアシスト導入後、吸引
による喀痰が可能となり気道クリアランスが確保できるようになったと思われる。排痰管
理においてカフアシストは重要であり、さらに病棟と協力することで日中夜間ともに呼吸
状態の安定を図れるようになったと考えられる。

P2-207-4
異常姿勢を呈したMG患者に対する理学療法の経験
茅野∙凌平（かやの∙りょうへい）1、清水∙克己（しみず∙かつみ）1、平岡∙尚敬（ひらおか∙なおたか）1、田原∙将行（たはら∙まさゆき）1,2

1NHO 宇多野病院リハビリテーション科、2NHO 宇多野病院脳神経内科

「はじめに」
重症筋無力症（以下，MG）は神経筋接合部においてアセチルコリン受容体が自己抗体に破
壊される自己免疫疾患であり，運動の反復や過用により易疲労性や脱力を引き起こす．積
極的な運動療法は行いにくいが，廃用によるADL能力低下には注意を要する．
本症例は体幹・四肢近位筋筋力低下による異常姿勢が生じていた．過用に留意しながら身
体機能の維持改善を図りつつ，実用性歩行獲得のための環境設定にも配慮を要したので報
告する．

「症例」
79歳女性．嚥下機能障害原因精査目的に入院．X－2年開脚様歩行がみられ，X－1年夏
頃より大殿筋歩行がみられた．X年5月にMGと診断．日内変動は夕方に構音障害の増悪が
あり，MGFA分類はクラス3b，GMT：体幹・四肢近位筋は2 ～ 3，四肢遠位筋は4 ～ 5，
頭頚部は2．過度な腰椎前弯と体幹後傾した立位・歩行姿勢で，10m歩行：22歩，11．
40s，TUG：12．96s．基本的動作は全て自立．独歩可能であるが，後方・左右への動揺
がみられ安全性が低下していた．

「経過」
リハビリでは負荷量，日内変動を考慮した介入を行い，日常生活では負荷を緩和させるた
めの歩行器の選定や休息のタイミングに工夫を要した．
介入は体幹筋力が弱く抗重力位で姿勢の崩れが著名なため，臥位で体幹の関節可動域運動・
筋力増強運動から行い，次に座位での骨盤運動，起立・歩行練習に移行した．
その結果，10m歩行：20歩，10．35s，TUG：10．99sと改善が認められた．

「まとめ」
MGは二次障害を予防し動作能力を維持することが重要であった．また歩行の負荷量軽減，
安全性確保のための補助具の選定等の工夫が必要であった．

P2-207-3
電動車いすに人工呼吸器と酸素ボンベの搭載を検討した事例について
西村∙和美（にしむら∙かずみ）1、森川∙勝貴（もりかわ∙かつき）2、谷内∙涼馬（たにうち∙りょうま）1、中田∙佳代（なかた∙かよ）1、
黒田∙龍（くろだ∙りょう）3

1NHO 広島西医療センターリハビリテーション科、2NHO 広島西医療センター臨床工学室、 
3NHO 広島西医療センター脳神経内科

【はじめに】当院では筋ジストロフィー患者の電動車いすを新規作製する際、将来的に人工
呼吸器を搭載する可能性を考慮し、電動車いすの機種を検討している。近年の医療技術と
機器の進歩により、筋ジストロフィーの平均寿命は延伸し、人工呼吸器に加えて酸素ボン
ベの追加搭載が必要となる事例も増えている。本報告では対応に苦慮した事例を紹介し、
今後の課題を検討することを目的とした。【事例紹介】筋強直性ジストロフィーの60歳代男
性。X-13年に電動車いすを新規作製。当初はほぼ一日電動車いすに乗って院内を自走して
いたが、病状の進行や呼吸機能の変化に合わせて修理を実施し、電動車いすの背面に人工
呼吸器を搭載して乗車を継続していた。X-1年頃から呼吸機能が著しく低下し、X年に酸素
ボンベの追加搭載が必要となり対応を行った。【対応】酸素ボンベは視野確保のため人工呼
吸器とともに背面への搭載を検討した。しかし、人工呼吸器のサイズや回路の位置が原因
で2つを横に並べるスペースはなく、また、縦に並べると転倒や衝突のリスクが懸念された。
そこで主治医・臨床工学技士と相談し、人工呼吸器を小型の機種へ変更したことで、酸素
ボンベとともに背面に横並びに搭載することが可能となった。【結語】今回は、人工呼吸器
の機種を小型化したことで対応が可能となった事例だったが、多くの場合、標準的な既製
品の電動車いすフレームでは横幅が狭く搭載場所は限られている。電動車いすを新規作製
する際、呼吸機能に関しての予測や電動車いすと人工呼吸器の機種や形状の選択などを多
職種も含めて検討してことが必要である。

P2-207-2
内旋歩行を呈した脳性麻痺児に対して，腱延長・筋解離術を施行した1例
高橋∙勇介（たかはし∙ゆうすけ）1、横地∙雅和（よこち∙まさかず）1、渡邉∙仁（わたなべ∙ひとし）1、桂川∙貴暉（かつらがわ∙たかき）1、
三浦∙寛之（みうら∙ひろゆき）1、前田∙朋美（まえだ∙ともみ）1、西山∙正紀（にしやま∙まさき）2、多喜∙祥子（たき∙さちこ）2

1NHO 三重病院リハビリテーション科、2NHO 三重病院整形外科

【はじめに】
脳性麻痺（CP）の異常歩行として，股関節内転と内旋からなる内旋歩行がある．このような
歩行は非常に非効率であり，関節変性など二次的な障害につながる可能性がある．

【症例紹介】
15歳CP（痙直型対麻痺,GMFCS2）の男児．短下肢装具にて登下校していたが，休憩時間
の増加，左足関節痛が生じていた．そのため，歩容改善を目的とし，当院へ入院．手術は，股・
膝・足関節周囲の腱延長・筋解離術が施行された．

【理学所見および理学療法】
初期評価として，大腿骨過前捻，骨盤前傾位（左優位）．Thomas -/-，Ely +/++．股関
節伸展ROM 5°/-10°，股関節外転内旋位での伸展制限+，恥骨筋に制限を認めた．下肢
MMT2．10m歩行 12.25秒（20歩），長時間歩行困難であった．
理学療法は，大腿神経・大腿直筋・恥骨筋リラクゼーションによる股関節伸展可動域改善
を中心に，体幹固定筋として大腰筋・多裂筋の協同運動，骨盤安定化筋として中・小殿
筋の筋力増強運動を実施．術後4Mには，股関節伸展ROM 10°/10°，Ely ±/±，下肢
MMT3，10m歩行 6.7秒（16歩），2kmの登下校可能となり，退院となった．

【考察】
CPの内旋歩行は，思春期の体重増加などによって下肢筋力の支持性が低下する場合，股関
節屈曲内旋位を呈するとされる．これは股関節の骨頭被覆率低下を骨盤前傾によって代償
していると考えられる．骨頭被覆率を高める一方，腰椎前弯・股関節屈曲内旋・膝関節屈
曲位に骨アライメントは変位し，抗重力位での筋活動に不均衡が生じる．本症例においても，
代償姿勢による関節拘縮が生じていたと考えられる．立位アライメントを修正し，筋活動
の最小化，不均衡を是正したことが歩容改善に繋がったと考える．
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P2-208-1
胸部単純CTによる冠動脈疾患の簡便で汎用性のあるスクリーニング方法
の検討
原田∙智也（はらだ∙ともや）1、南∙和芳（みなみ∙かずよし）2、新庄∙祐介（しんじょう∙ゆうすけ）1、橋向∙大輝（はしむこう∙だいき）1、
山本∙花奈子（やまもと∙はなこ）1、井上∙勝（いのうえ∙まさる）1、加藤∙千恵子（かとう∙ちえこ）1、小見∙亘（おみ∙わたる）1、
佐伯∙隆広（さえき∙たかひろ）1、阪上∙学（さかがみ∙さとる）1

1NHO 金沢医療センター循環器内科、2NHO 金沢医療センター中央放射線部

冠動脈石灰化と心血管イベントの関連は以前から報告され，代表的なものにAgaston 
Scoreが知られるが，心拍同期が必要でありスクリーニングとして敷居が高い。そこで
胸部単純CT画像を用いて，冠動脈石灰化を簡便に評価する方法を新たに定義し使用でき
ないか検証した。胸部単純CT画像での縦隔条件におけるLMT-LAD近位部の石灰化の分
布・長さにより4段階に分ける基準を作った（Class0：なし　Class1：片側10mm未満　
Class2：片側10mm以上20mm未満 or 両側10mm未満　Class3：片側20mm以上 or 
両側10mm以上 or Stent，対象は連続病変の一番長いところ）。2023年上半期の緊急PCI
を施行した症例（ACS症例）において，Class0 15.0%，Class1 20.0%，Class2 10.0%，
Class3 55.0%，特にUAPとNSTEMIにおいては全例Class3であった。ある1週間の当院
での胸部単純CT全例（一般症例）では，Class0 42.7%，Class1 26.3%，Class2 16.4%，
Class3 14.6%。ACS症例と一般症例では平均年齢に差はなかったが，分布に有意な差を認
め，特にClass3が2群間で差を認めた。ある1か月の当院で施行した胸部単純CT全例を
当院放射線技師にClass3を判定・抽出していただいたところ，作業時間は平均で1日あた
り3分であった。今後， この分類と心血管イベントの関係を直接検討示すことができれば，
簡便で汎用性のあるスクリーニング方法として実臨床で使用できるかもしれない。

P2-207-8
当院における電動車いす使用者の事故発生と患者背景の関連について
佐藤∙悠（さとう∙ゆう）1、保田∙恭（やすだ∙たかし）1、
平田∙志穂（ひらた∙しほ）1、佐藤∙純平（さとう∙じゅんぺい）1、大江∙友加里（おおえ∙ゆかり）1、奥山∙杏菜（おくやま∙あんな）1、
三角∙玄太（みすみ∙げんた）1、小松∙結菜（こまつ∙ゆいな）1、村山∙かをり（むらやま∙かをり）1、藤田∙龍一（ふじた∙りょういち）1、
小林∙さおり（こばやし∙さおり）1、内田∙以大（うちだ∙いだい）2、三方∙崇嗣（みかた∙たかし）1,2

1NHO 下志津病院リハビリテーション科、2NHO 下志津病院神経内科

【背景・目的】
当院では多職種で連携した電動車いす委員会を組織し、電動車いすの操作を安全に実施す
るための客観的な評価指標を作成するなどして運転能力を評価している。具体的には、操
作技術に関する評価（走行テスト）、標準注意検査法のなかのContinuous performance 
test（以下CPT）を利用した注意機能の評価、病棟での観察評価を実施し、定期的に評価し
ている。定期評価にて、運転能力に見合った走行範囲を定めることで電動車いす操作によ
る事故件数は減少している。しかしながら、事故を起こす患者は事故を繰り返す傾向にある。
そこで、電動車いす使用者のうち、過去の事故発生件数が1回以下の患者（事故を起こした
ことがない患者も含む）と比較し、複数回の事故を起こす患者との間にどのような臨床的特
徴の違いがあるのかを検討する。

【対象】
長期入院中の神経筋疾患患者のうち電動車いすを運転している25名（DMD6名、BMD8名、
MyD6名、FSHD1名、PMD2名、LGMD1名、先天性ミオパチー 2名、脊髄性筋萎縮症1名）。

【方法】
病型、CPT、機能障害度分類（厚生省分類）、上肢運動機能障害度分類（9段階法）、基本的
日常生活動作領域の動作レベル（食事摂取、整髪・髪を束ねる、歯磨き、上半身・下半身の
着衣、排泄、入浴）を調査した。

【結果】
結果については当日報告する。

P2-207-7
腸腰筋に着目しアプローチを行い、立位姿勢・ADLに改善が見られた二分
脊椎患者の一例
桂川∙貴暉（かつらがわ∙たかき）1、高橋∙勇介（たかはし∙ゆうすけ）1、三浦∙寛之（みうら∙ひろゆき）1、渡邉∙仁（わたなべ∙ひとし）1、
横地∙雅和（よこち∙まさかず）1、西山∙正紀（にしやま∙まさき）2

1NHO 三重病院リハビリテーション科、2NHO 三重病院整形外科

【はじめに】今回、二分脊椎患者の腸腰筋に着目して理学療法を行い、立位や壁伝いでの横
歩きが改善したため報告する。【症例紹介】二分脊椎の38歳代男性。屋内は短下肢装具とロ
フストランド杖を使用し、2動作前型で両下肢を前方へ振り出すように歩行し、距離や時間
は制限なく可能である。屋外は、車いすで移動され、ADLは自立レベルである。立位は骨
盤過前傾・腰椎過前彎・膝関節軽度屈曲位を呈し、体幹は前方傾斜しており、ロフストラ
ンド杖で支持している。ROM（右/左）は股関節屈曲80/75、伸展5/5、外転20/10、内
転10/5で整形外科テストは両側のトーマステスト・エリーテスト・オベールテストが陽性
であった。触診は大腿直筋・大腿筋膜張筋・腸腰筋に硬さと圧痛を確認した。【理学療法介
入】大腿直筋・大腿筋膜張筋・腸腰筋へ徒手的介入を行い、大腿直筋や大腿筋膜張筋の柔軟
性は1週間程で改善したが、腸腰筋の硬さ・圧痛は残存していたため介入を継続した。【結
果】腸腰筋の柔軟性改善に伴い、立位は骨盤過前傾・腰椎過前彎・体幹の前方傾斜に改善が
見られ、後方へ重心を移動させ上肢フリーで立位が可能となった。壁伝いでの横歩きも短
距離で可能となった。【考察】腸腰筋が短縮することで骨盤前傾や腰椎過前彎を起こすとさ
れている。本症例でも腸腰筋が要因と考えられ、柔軟性の改善によって立位姿勢の改善や
安定化に繋がった。また、その他関節の筋出力発揮の手助けとなり、上肢フリーで立位や
壁伝いでの横歩きを可能にしたと示唆された。【結語】今回の介入にて基本動作やADLの向
上を認めたことから長期に渡る拘縮に対する理学療法の重要性を再確認した。

P2-207-6
FS/GBS overlap症例の神経症状の急性期からの運動療法の経験
井口∙朋重（いぐち∙とものぶ）1、北澤∙泰樹（きたざわ∙たいき）1、木村∙匠吾（きむら∙しょうご）1、井岡∙桂（いおか∙かつら）2

1NHO 水戸医療センターリハビリテーション科、2NHO 水戸医療センター神経内科

【はじめに】
FS経過中にGBSへの進展が6.5%で見られたと報告がある．FSとGBSが重複する症例（以
下FS/GBS overlap症例）は，呼吸筋麻痺を呈し補助換気を要する頻度が高く重症化する可
能性があると言われているが，理学療法介入の報告は少ない．今回，人工呼吸器管理まで至っ
た症例に対し，急性期からの運動療法介入により有害事象無く自宅退院に至った症例の報
告をする．

【症例・経過】
本症例はADL自立した50歳代女性．上気道感染を先行とし，咽頭痛を自覚し当院入院．
亜急性に全外眼筋麻痺，構音障害，嚥下障害，四肢筋力低下，腱反射消失を認めFS/GBS 
overlapと診断された．経過は1病日より人工呼吸器管理，免疫グロブリン静注療法実施．
2病日から理学療法介入開始，気管切開を経て20病日に人工呼吸器離脱，62病日に自宅
退院となった．理学療法は，神経症状の急性期より立位練習，急性期後は筋力増強運動や
歩行練習を実施した．理学療法評価はmodified Erasmus GBS Outcome Score（以下
mEGOS），Hughesスケール，Medical Research Council（以下MRC）を用いた．

【結果】
mEGOSは入院時3から4であった．初期評価と最終評価ではHughesスケールは5から2，
MRCは44点から60点，動作全般軽介助から自立となった．

【結論】
本症例において急性期より運動療法介入したことで重大な合併症無く自宅退院に至った．
本症例のようなFS/GBS overlap症例において急性期からの運動療法介入は機能予後改善
の一助となる可能性が示唆された．
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P2-208-5
急性大動脈解離術後出血に対し、ICUにて再開胸止血を行い救命した1例
配島∙功成（はいじま∙のりまさ）、志水∙秀彰（しみず∙ひであき）、横山∙祐磨（よこやま∙ゆうま）、工藤∙樹彦（くどう∙みきひこ）

NHO 埼玉病院心臓血管外科

症例は56歳 男性。胸背部痛・左下肢冷感を主訴に救急要請をした。造影CT検査にて、
上行大動脈にentryを認める偽腔開存型Stanford A型解離と診断され、同日緊急手術と
なった。手術所見:上行弓部人工血管置換術施行。zone 1で離断し、FROZENIX 27mm-
90mmを挿入した。左鎖骨下動脈はFenestrationを行った。手術時間 309min 人工心肺
時間 154min　術後経過:術後覚醒し麻痺は認められなかったが、酸素化不良の為人工呼吸
器管理を継続した。POD 4で抜管とした。若干の覚醒不良を認めた為、拮抗薬を投与した所、
突然の覚醒と血圧上昇（Max 220 mmHg）を認めた。同時にdrainより血性の排液を大量
に認めた。drain刺入部からも血液が溢れ出た為、再出血と考え輸血での対応は困難と判断
し、ICUでの再開胸を宣言し応援を要請した。血圧が30/- mmHgまで低下しCPRを開始
した。開胸すると大量の血液で心嚢内は満たされ心タンポナーデであった。出血点の同定
が困難でありCell Saverにて吸引を開始した。肺動脈からの出血・valsalva洞からの出血
を認め、4-0　prolene プレジェット付きで止血を試みるも出血多く困難であった為、人工
心肺を使用しての止血とした。人工心肺確立までの間、wide QRSとなり脈圧も消失した為、
直接心臓マッサージを行いながら人工心肺を開始した。止血に難渋したが、人工心肺から
離脱できた。POD11で抜管しPOD13でICUを退室した。その後リハビリを経て、現在就
労を再開し、外来にて経過観察中である。今回我々は、ICUにて術後出血に対し、人工心
肺使用下で止血を行い救命した症例を経験し、若干の論文的考察を加えて報告する。

P2-208-4
特発性冠動脈解離に対して冠動脈バイパス術を行い良好な転帰を辿った一例
宮本∙梨々紗（みやもと∙りりさ）、合力∙悠平（ごうりき∙ゆうへい）、田栗∙明奈（たぐり∙あきな）、高松∙正憲（たかまつ∙まさのり）、
下村∙光洋（しもむら∙みつひろ）、力武∙一久（りきたけ∙かずひさ）

NHO 嬉野医療センター臨床研修医

【症例】39歳女性、朝方から突然の胸痛、気分不良が出現し救急要請。救急車内で心室細動
となり、救急隊にて電気的除細動を施行され洞調律に復帰し当院に搬送となった。来院時、
胸痛は改善傾向、バイタルサインは安定していたが12誘導心電図検査ではV2-4のST上昇、
心エコー検査では左室前壁中隔領域に広範囲の壁運動低下を認めた。基礎疾患や喫煙歴の
ない若年女性、また数日前から精神的ストレスがあり、たこつぼ型心筋症、特発性冠動脈
解離を疑い緊急で冠動脈造影検査を施行した。冠動脈造影検査では左主幹部から左前下行
枝近位部にかけての高度狭窄、また左主幹部には解離のエントリーを疑う所見を認め、特
発性冠動脈解離と診断した。検査終了後、12誘導心電図検査では前胸部誘導のST上昇は改
善傾向、胸部症状も安定していたが、左主幹部からの病変であり増悪時は致死的なイベン
トとなりうることから血行再建が必要と判断し、同日冠動脈バイパス術を施行した。術後
は明らかな合併症なく第14病日に退院。また術後の冠動脈CTでは冠動脈の偽腔は閉塞し、
偽腔内の血栓も大部分が吸収され狭窄の改善を認めていた。【考察】特発性冠動脈解離の治
療方法として、保存的加療、PCIやCABGによる血行再建が挙げられる。本症例では冠動
脈バイパス術を選択し、術後の冠動脈CTでは冠動脈の偽腔は閉塞、偽腔内血栓も大部分が
吸収され狭窄の改善を認めていた。本症例の様に血管の解離は自然経過で修復される可能
性もあるが、病変のリスクに応じて血行再建を検討する必要があると考えられる。

P2-208-3
院外心停止から蘇生された冠攣縮性狭心症のICD植込術後の作動状況と今
後の着用型自動除細動器（WCD）活用について
宮原∙圭吾（みやはら∙けいご）1、丹羽∙良徳（にわ∙りょうとく）1、今井∙遼（いまい∙りょう）1、上村∙佳大（かみむら∙よしひろ）1、
早川∙智子（はやかわ∙さとこ）1、山下∙健太郎（やました∙けんたろう）1、森∙和孝（もり∙かずたか）1、山田∙高彰（やまだ∙たかあき）1、
近藤∙隆久（こんどう∙たかひさ）2、山田∙里恵（やまだ∙りえ）2、服部∙季実子（はっとり∙きみこ）2

1NHO 名古屋医療センター循環器内科、2NHO 名古屋医療センター臨床工学部

蘇生された心停止既往のある冠攣縮性狭心症患者において薬物治療が有効な場合のICD適
応については議論の余地が残されている。また、ICD植込術後の作動状況に関する報告も
限定的である。
今回我々は2017年9月から現在までに院外心停止から蘇生された冠攣縮性狭心症患者に対
してICD植込術を施行した症例に関してICDの作動状況について後ろ向きに検討した。
症例は、院外心停止で当院へ救急搬送された患者のうち脳神経学的に良好に回復し、日本
循環器学会の冠攣縮性狭心症の診断と治療に関するガイドライン2013年度版の診断基準に
従って冠攣縮性狭心症と診断されICD植込みを行った13症例についてICD植込術後の作動
状況について調べた。
性別は男性:女性が9:4で、平均年齢は53歳、冠危険因子は喫煙5/13（38.5%）、飲酒
3/13（23.1%）、高血圧2/13（15.4%）、糖尿病1/13（7.7%）、脂質異常症4/13（30.8%）
であった。心停止前から冠攣縮性狭心症と診断され投薬をうけていた症例は4/13（30.8%）
であった。平均追跡期間は、1344±708日であった。追跡期間中にATPもしくはショッ
ク作動が確認された症例は1例もなかった。追跡期間中に1症例が亡くなられたが、非心臓
死であった。
院外心停止から蘇生された冠攣縮性狭心症患者のICD植込術後にICD作動が全くないこと
を鑑みて、近年当院では院外心停止から蘇生された冠攣縮性狭心症に対して適切な薬物治
療を行った上で、退院時にWCDを装着し胸部症状の経過観察を行っている。2023年4月
以降3症例にWCDを導入し、現在まで平均追跡期間は242±117日であるが、いずれの
症例も経過良好である。今後も注意深く経過を観察するとともに症例を積み重ねていきた
い。

P2-208-2
心筋梗塞再発予防のための壮年期患者におけるセルフケア行動を継続でき
る要因
吉川∙菜摘（よしかわ∙なつみ）、梶間∙美菜（かじま∙みな）、清水∙梨沙（しみず∙りさ）、村上∙直子（むらかみ∙なおこ）、
大崎∙美香（おおさき∙みか）、橋本∙美咲（はしもと∙みさき）、清水∙里夏子（しみず∙りかこ）

NHO 浜田医療センター看護部

【目的】心筋梗塞再発予防のための壮年期患者におけるセルフケア行動を継続できる要因を
明らかにする

【方法】1．対象：A病院倫理審査委員会の承認を得た3年以上心血管イベントを起こさず、
定期的に通院している患者5名。2．データ収集方法：独自に作成したインタビューガイド
を用いて半構成的面接を行った。3．データ分析方法：インタビュー内容から逐語録を作成
しコード化、カテゴリー化を行った

【結果】71のコードから19のサブカテゴリー、8のカテゴリーが抽出された。抽出されたカ
テゴリーは『命が大事だから生活に慎重になる』『病気をきっかけとした健康管理に対する
意識や行動の変化』『栄養士、リハビリからの指導』『家族からのサポート』『医師との信頼
関係』『医師の助言による生活習慣の行動変容』『職場からの配慮』『自己の取り組みによる
意欲向上』であった

【考察】患者は『命が大事だから生活に慎重になる』気持ちが芽生え入院前の生活環境を振り
返ることで『病気をきっかけとした健康管理に対する意識や行動の変化』が生じた結果、医
師の助言や『栄養士、リハビリからの指導』を受け止め、生活を良い方向に変容できた。そ
して『家族からのサポート』や『病気をきっかけとした健康管理に対する意識や行動の変化』
により薬を忘れずに内服でき野菜中心の食事になり、体重コントロールや禁酒・禁煙を継
続できると考える。入院前の生活の振り返りを促すためにも情報収集を行い、その情報を
ふまえながら退院後のセルフケア行動が再発に影響しやすいと指導することが重要である

【結論】心筋梗塞再発予防のためのセルフケア行動を継続できる要因として8つのカテゴ
リーが明らかになった
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P2-209-1
迅速クレアチニン分析装置における統計学的誤差を考慮した運用方法の検討
森山∙浩二（もりやま∙こうじ）1、神田∙一徳（かんだ∙かずのり）2

1NHO 西別府病院放射線科、2NHO 大分医療センター放射線科

【目的】画像診断検査において造影剤を用いることで、多くの臨床情報を得ることができる。
一方で、造影剤腎症のリスクがあり、血清クレアチニン値（以下S-Cre）の把握が必要となる。
迅速クレアチニン分析装置（以下スタットセンサー）では30秒で全血クレアチニン値（以下
W-Cre）を測定可能である。スタットセンサーは、測定誤差があるとの報告はあるが、誤差
を考慮した運用方法について検討した報告は見られない。そこで今回、スタットセンサー
の統計学的誤差を算出し、統計学的誤差を考慮した運用方法について検討を行った。【方法】
2022年4月から2023年3月まで、S-CreとW-Creを同日に測定した133名を対象に、2
つのクレアチニン値において、Peasonの積率相関分析を行った。また、Bland-Altman
分析を行い、95%信頼区間および95%一致限界（以下LOA）を算出した。算出したLOA
から補正式を作成し、補正値を基に運用を行った。【結果】S-CreとW-Creの相関係数は、
r=0.784と強い相関関係を認め、回帰式はy=0.76x+0.15であった。Bland-Altman分
析から、95%信頼区間は-0.042±0.018となり、加算誤差が認められた。また、LOAは
-0.042±0.213と算出された。LOAより補正式は、補正値=W-Cre+0.25とした。補正
式を用いることで、腎機能の過大評価は減少した。【考察】クレアチニン値の算出は酵素法
またはJaffe法で算出される。S-Creは酵素法で結果を算出している。W-Creも測定は酵素
法であるが、Jaffe法に合わせ補正した数値で表示される。この算出方法の違いに加え、誤
差があるため、2値の間で差が生じたと考えられる。【結語】スタットセンサーは補正式を用
いることで、統計学的誤差を考慮した運用が可能である。

P2-208-8
関節変形を伴った虚血性足趾潰瘍に対し血行再建後に関節形成術を行った
1例
村上∙雅憲（むらかみ∙まさのり）1、栗山∙龍太郎（くりやま∙りゅうたろう）2、鈴木∙有十夢（すずき∙あとむ）3、
山本∙常則（やまもと∙つねのり）3、吉田∙晋（よしだ∙しん）3、長島∙由紀子（ながしま∙ゆきこ）3、坂本∙和彦（さかもと∙かずひこ）3、
矢原∙昇（やはら∙のぼる）3、吉野∙茂文（よしの∙しげふみ）3

1NHO 関門医療センター心臓血管外科、2NHO 関門医療センター整形外科、 
3NHO 関門医療センター外科

【はじめに】関節リウマチ患者は足趾の変形をきたすことが多く、外力による足部潰瘍を
生じやすい。また末梢循環不全やステロイド、易感染性などの創傷治癒阻害因子を多数持
つため、潰瘍が難治化することが多く、創傷治癒が得られても再発することが多い。今回
我々は関節変形を伴った血行再建術後の再発性足趾潰瘍に対し関節形成術を行い良好な経
過を得たので報告する。【症例】77歳女性。左第4指のチアノーゼ、潰瘍、安静時疼痛を主
訴に当院を受診した。1年前より禁煙したが1日5本を50年間喫煙していた。プレドニン
2.5mg/日を約20年間の内服していた。ABIは右0.64左0.75。造影CTで両側浅大腿動脈
の狭窄病変を認めた。左浅大腿動脈の狭窄病変に対し血管内治療を行った。術後のABIは
右0.85左0.72であり、左足背部分のtcPO2は52mmHgであった。経過は良好で術後30
日目に退院となったが、4か月後に同様の症状が再発した。ABIは右0.78左0.8、左足背部
分のtcPO2は41mmHgであった。造影CTで左浅大腿動脈の狭窄病変は認めず、下腿病変
の増悪も認めなかったため保存的加療を行い、35日後に足趾潰瘍は治癒した。再発の可能
性を危惧し、整形外科に相談したところ、関節形成術が提案され、実施された。術後経過
は良好で術後39日目に退院となった。【術後経過】退院後1年半が経過したが足趾潰瘍の再
発はなく、ADLも車いす生活からトイレ歩行が可能な状態まで改善した。【考察】関節変形
を伴う虚血性足趾潰瘍は血行再建後創傷治癒が得られても再発することが多く断端形成術
が行われることもあるが新たな変形の誘因になる可能性もある。創傷治癒が期待できる症
例に関しては関節形成術を考慮しても良いと考える。

P2-208-7
食道狭窄に対し内視鏡的バルーン拡張を繰り返し、Gemella 
morbillorumによる感染性心内膜炎を発症した1例
加藤∙武（かとう∙たけし）、反町∙悠也（そりまち∙ゆうや）、木村∙嘉宏（きむら∙よしひろ）

NHO 弘前総合医療センター循環器内科

症例は70代女性。20XX年1月より食べ物のつかえ感を自覚、近医にて上部消化管内視鏡
（EGD）施行。下部食道狭窄を認め消化器内科紹介。食道狭窄進行に対し内視鏡的バルーン
拡張を複数回施行、生検は悪性所見なし。食道壁肥厚、浮腫に対しPSL投与。同年9月下
腿浮腫出現し造影CT施行、右大腿静脈以下に血栓を認め当科紹介となった。心機能評価の
ため経胸壁心エコーを施行、僧帽弁前尖に7.5×12mmの疣腫エコーを認めた。僧帽弁閉
鎖不全症（MR）は中等度で弁破壊所見は認めず、左室駆出率73.6%と良好。食道高度狭窄
をのため経食道心エコーは施行できなかった。血液培養施行後に入院、発熱はないが炎症
反応の持続、貧血を認めた。血液培養はGPC陽性、エンピリック治療としてSBT/ABPC
＋CTRX投与。血液培養の結果はGemella morbillorum が検出され、PCG 2400万単位
/4h＋GM 3mg/kg/日開始、腎機能障害悪化ありCTRX 2g/日へ変更した。修正Duke診
断基準を満たしG. morbillorumによる感染性心内膜炎（IE）と診断した。無歯顎で義歯、造
影CT、MRIで塞栓所見は認めなかった。第7病日の血液培養は陰性となり、心エコーでは
疣腫残存するも縮小、MRは中等度で不変。PSLは漸減中止、CRPは陰性化、貧血は改善傾
向であった。【考察】Gemella属は口腔内や上気道，消化管などに常在する通性嫌気性グラ
ム陽性球菌で、4菌種でヒトへの感染報告がある。弱毒菌でIE原因菌として検出される事
は少ないとされている。歯科処置はないがEGD頻回施行例であり、IEの原因と考えられた。
内科的治療により症状改善を認め外科的処置を回避できたが、今後もEGD施行予定であり
注意深く観察していく必要がある。

P2-208-6
当院で経験した非外傷性腹直筋血腫の一例
堤∙健司（つつみ∙けんじ）、峯∙由華（みね∙ゆか）、江崎∙友淳（えさき∙ともあつ）、小川∙伸一郎（おがわ∙しんいちろう）、
宮崎∙健介（みやざき∙けんすけ）、森内∙博紀（もりうち∙ひろのり）、円城寺∙昭人（えんじょうじ∙あきひと）

NHO 佐賀病院外科

【はじめに】非外傷性腹直筋血腫は上下腹壁動静脈の破綻や筋断裂により腹直筋筋鞘内に血
腫を生じる比較的まれな疾患である。加齢、抗凝固薬服用、労作や咳嗽などによる腹壁へ
の緊張、腹部手術の既往などがリスクとなり、比較的女性に多いとされる。

【症例】70歳代、女性。胆嚢結石症に対し、腹腔鏡下胆嚢摘出術を施行した。術後に咳嗽の
訴えがあったものの、その他合併症なく経過し、術後7日目に退院となっていた。退院後4
日目（術後11日目）の夜間、自宅で前屈した際に突然の右側腹部痛と、臍右側の緊満感、熱
感を自覚し、当院救急外来を受診。腹部CTにて右腹直筋内の血腫を認め、腹直筋血腫の診
断で入院となった。

【経過】入院時、バイタルサインに異常なく、疼痛は軽度、貧血の進行もなかったため、保
存的に加療することとし、止血剤の投与を開始した。発症翌朝の造影CTで、血腫は増大傾
向を認め、右側腹部へと進展していたものの、発症2日目のCTでは血腫の減少を認めた。
その後、症状の再燃や血腫の増大なく経過し、発症7日目には止血剤終了、発症15日目に
は自宅退院となった。

【考察】本症例における腹直筋血腫発症の原因としては、発症11日前に施行した腹部手術や、
咳嗽、前屈動作などが考えうるが、明確な契機は特定できなかった。腹直筋血腫の多くは、
血腫自らのタンポナーデ効果により自然に軽快するため、本症例のように保存的治療が選
択されることが多い。しかし、治療に反応せず循環動態悪化が懸念される場合はTAEや外
科的処置などの侵襲治療も考慮する必要がある。
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P2-209-5
NCGG回復期リハビリテーション病棟の転倒は減らせるか？　―先回りケ
アを意識した介入―
サブレ森田∙さゆり（さぶれもりた∙さゆり）1、出口∙香澄（いでぐち∙かすみ）2、伊藤∙直子（いとう∙なおこ）2、
松浦∙悠子（まつうら∙ゆうこ）2、石丸∙伸枝（いしまる∙のぶえ）3、安積∙喜美代（あずみ∙きみよ）4

1国立長寿医療研究センター代謝内科部、2国立長寿医療研究センター看護部、3NHO 石川病院看護部、 
4国立長寿医療研究センター医療安全推進部

【はじめに】回復期リハビリテーション病棟（以下回リハ）は、脳血管疾患、運動器疾患など
高齢患者が多く入院し、全身状態悪化、転倒転落など入院中のリスクとして挙げられる。
回リハでは、全身状態が不安定で、認知機能が低下している高齢者の自立支援・リハビリ
を行っている。回リハの特性上、転倒が頻繁に発生し、NCGGの認知症高齢者の転倒率は
84から94%である。そこで、療養環境を整え、生活リズムを作ることで、不安を減少さ
せ、転倒を減らせないかと考えた。【目的】認知機能が低下している高齢患者の転倒リスク
を軽減するため、先回りケアを取り入れたプログラムを検討し、その効果を検討する。【方
法】2022年6月に回リハ病棟で、1週間の業務量調査を行った。回復期の業務量調査にお
いて、時間を要しているのが、1位記録、2位ナース・センサーコール、3位情報収集など
である。回リハの認知機能が低下している高齢者の転倒予防には、先回りケアが重要では
ないかと考えた。先回りケアとは、患者のニーズを予測して、先回りしてそのニーズを満
たすケアである。先回りケアを実施し、転倒予防に繋がるためのプログラム内容を検討した。
内容として、（1）ナース・センサーコール削減（2）情報時間短縮を実践する（3）時間を確保し、
環境整備・見守り・先回りケアへの充実に繋げた。【結果及び考察】情報収集時間や、ナース・
センサーコールへのアプローチから、時間を確保し、先回りケアによる環境整備やトイレ
誘導などが充実した。その結果、転倒を減少させることに繋がったと考える。後期高齢患
者を受け入れているNCGGでは、先駆けて転倒転落へのアプローチ方法や評価の検討が今
後さらに急務である。

P2-209-4
心臓血管外科における緊急手術を迅速に開始するための心臓血管外科コア
看護師の取り組み
山根∙詩乃（やまね∙しの）、森田∙麻友美（もりた∙あゆみ）、熊谷∙綾夏（くまがい∙あやか）、下川∙美緒（しもかわ∙みお）、
酒井∙亮（さかい∙りょう）

NHO 埼玉病院手術室

【背景】
心臓血管外科手術（以下心外とする）は、緊急性が高く患者の侵襲度が非常に高い。
 B病院では、緊急の心外の人員確保及び初動対応に、心外オンコール2名と通常オンコー
ル2名の4人で対応している。4名の組み合わせによっては迅速に準備ができず入室までの
時間延長がみられた。
その要因には通常オンコールのスタッフが心外について事前に習得すべき学習項目や準備
物品がわかりづらい状況にあった。

【目的】
心外コア看護師が主体となって、緊急手術時の準備体制とスキルが一定水準維持されるよ
うに業務改善を図る。

【活動内容】
問題点として以下の3点が挙がった。

（1）手術室看護師病院到着～手術開始までの流れを認知していないスタッフが75%と多い
（2）マニュアルが文章のみである
（3）使用する物品の場所や必要なルート類が曖昧である
そこで以下の対策を立てた。

（1）通常オンコール者を定時手術に配置させ事前学習の機会提供
（2）写真や動画を用いたマニュアル作成
（3）使用するルート類や物品類の袋を用いた細分化
（4）必要な器械を直ぐ出せるように使用する物品カート内を術式毎の色分け
【結果】
スタッフからはわかりやすくなったとの声が挙がり、育成したスタッフは63%と増加した。
加えて昨年度のデータと比較すると、今年度の緊急手術の入室時間は20分短縮することが
できた。

【まとめ】
緊急の心外は患者の生命に左右する高度な専門的知識、スキルが求められる。スキル習得
には長い期間を要し看護師数も限られている。心外コア看護師の取り組みは、患者の安全
安楽に繋げるために、現状把握から優先すべき項目を整理することで迅速に準備ができる
仕組みをつくり、改善に繋げることができた。

P2-209-3
小児科ワクチン接種　期間・間隔の管理について
安藤∙正次（あんどう∙しょうじ）

NHO 福島病院事務部

【はじめに】小児科のワクチンは、種類が多いことや、接種期間・間隔が異なることから、
同種ワクチン間の接種可能期間、異種ワクチン間の間隔など誤り易いものが多く、手作業
で誤りが無いように接種間隔の確認を行いながら予約作業を行うことは、重要ですが煩雑
な業務となっていました。特にヒプ（インフルエンザ菌b型）や小児肺炎球菌ワクチンは、1
～ 3回目の接種時の年齢で合計接種回数が変化するため更に複雑となっていました。当院
では、電子カルテを用いた接種の誤りを防ぐ対策を行いましたので、その事例を報告します。

【方法】当院の電子カルテはワクチンの管理機能は備わっておらず、追加オプションもあり
ませんでした。新たにワクチン管理システムを導入することも出来ますが、費用の発生と
ログイン操作の増を避けるため、システム導入によらない方法を検討しました。検討の結果、
管理表はエクセルで作成し、電子カルテの自動連携機能を活用して、電子カルテ内に埋め
込み文書（エクセル）として運用することとしました。【結果】ロ夕、ヒプ、プレベナーなど、
次回接種日、合計接種回数が難しいケースでも、手作業で日数確認を行うことなく予約業
務を行うことができる様になりました。エクセルの管理表内に「次回ワクチン接種可能日」
を大きく表示した事により、保護者の希望日での予約の可否を判断することが容易になり
ました。【考察】電子カルテ内埋め込み文書のため、電子カルテのマスタファイル更新を行っ
た場合には、エクセルをダウンロードし以前の接種日を移行する必要があります。他施設
で初回の接種を行った方でも、接種した日を入力すれば、その後の接種間隔等の管理は可
能となっています。

P2-209-2
電動車いす・シニアカーの安全利用の取り組み ―高齢化に伴う運転状況の
把握―
高江洲∙昌江（たかえす∙まさえ）、宮里∙博信（みやざと∙ひろのぶ）、諸喜田∙訓夫（しょきた∙くにお）、
目取眞∙五月（めどるま∙さつき）、上地∙秀美秀美（うえち∙ひでみ）、辺野喜∙康子（べのき∙やすこ）、上原∙智子（うえはら∙もとこ）、
友利∙恵利子（ともり∙えりこ）

国立療養所沖縄愛楽園看護部

はじめに:電動車いす･シニアカーを使用する入所者の高齢化に伴い、危険運転と感じる操
作が増え事故発生リスクの上昇が危惧される。そこで、今後介護度が増す入所者が電動車
いす･シニアカーを安全に使用できることを目指して取り組んだ。目的:入所者の電動車い
す･シニアカーの運転状況を明らかにする。方法:電動車いす･シニアカー使用者5名へのイ
ンタビューから発言内容の意味が損なわれないように要約し分析。経路図を使用した模擬
走行を実施し、チェックポイントでの正答率を計算。結果･考察:安全講習は受講していな
いと全員が回答し、｢自動車免許を持っている｣ ｢練習しなくても乗れた｣が理由であった。
しかし経路図上の模擬走行では、安全運転の正答率が低く平均40%であった。以前と比べ
運転操作がしづらいかの問いでは、｢加齢で運転を控えている｣ ｢何十年も乗っているから
大丈夫｣と答えた。危ないと思った瞬間や場所では、全員が｢危ない場所はない｣と回答した。
加齢による衰えを自覚している対象者へは、見守りと声掛けを行うことで安全に使用でき
ると考える。何十年も使用し大丈夫という対象者は、認識と現状に乖離があるたため、講
習会に参加し加齢による運転操作の変化を知る必要がある。また、事故防止のための注意
表示や、危険と感じた時の職員の声掛けが不十分であったと考える。結果:1.全員講習を受
けておらず、交通ルールを十分に理解できていない。2.加齢による身体機能の衰えで安全
な運転技術が維持できていない。3.電動車いす･シニアカーを安全に使用できるよう講習を
実施し、危険箇所の環境整備声かけを行う必要がある。
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P2-210-1
当院における骨粗鬆症リエゾンサービス介入患者の運動能力について
本東∙剛（ほんとう∙つよし）1、清川∙翔仁（きよかわ∙しょうじ）2、栗原∙里紗（くりはら∙りさ）3、納村∙直希（おさむら∙なおき）4

1NHO 金沢医療センターリハビリテーション科、2NHO 七尾病院リハビリテーション科、 
3NHO 金沢医療センター看護部、4NHO 金沢医療センター整形外科

【目的】骨粗鬆症リエゾンサービス（以下OLS）チームが介入した骨粗鬆症患者のうち、骨折
の既往がない群と橈骨遠位端骨折群の運動能力と薬剤数を比較検討した。【方法】2017年
11月から2023年11月の間に当院でOLSの対象となりセラピストによる運動機能評価を
行った159名中、50歳以上75歳未満の女性で、検診において骨粗鬆症を指摘され骨折の
既往がない群（以下非骨折群）の38名と橈骨遠位端骨折群（以下骨折群）の31名を比較対
象とした。両群間で開眼片脚立位時間、Timed Up and Go Test（以下TUG）、2ステッ
プテスト（以下2ST）、ロコモ25、握力、介入時の処方薬剤数を比較検討した。統計学的解
析は両群間において対応のないt検定を行った。なお、有意水準は5％とした。【結果】各検
討項目は非骨折群、骨折群において開眼片脚立位時間で54.6±13.3秒、45.1±20.6秒、
TUGで6.3±1.0秒、7.3±1.4秒、2STで1.4±0.1、1.2±0.1、ロコモ25で3.3±3.7点、
7.4±7.3点、最大握力値で25.0±3.3 kg、22.9±4.5 kg、介入時薬剤数で1.5±1.0剤、
3.5±3.3剤とすべての項目で有意差を認めた。【考察】骨折群は非骨折群と比較して開眼片
脚立位時間の短縮、TUGの延長、2STの低下、最大握力値の低下を認めた。このことは橈
骨遠位端骨折患者の移動能力、バランス感覚および全身の筋力が非骨折患者と比較して劣っ
ていることを示しており、転倒による再骨折のリスクが高いことを示唆している。また、
橈骨遠位端骨折患者における介入時薬剤数がポリファーマシーに近い結果で転倒リスクも
高くなることも示唆された。将来的な転倒による骨折予防のためにPTやOTが介入するこ
とは重要であり、多職種連携も必要であると考えられた。

P2-209-8
司法精神科病棟における作業療法室内の物品整理について
鳥原∙滉太（とりはら∙こうた）、福嶋∙壮真（ふくしま∙そうま）、吉田∙久美（よしだ∙くみ）

NHO 東尾張病院司法精神科

1.　背景　当病棟ではパラレルOTを行う際に全ての危険物をOTが管理していた。しかし
危険物数の整理が出来ておらず、総数を把握出来ていない、パラレルOT中に危険物を管理
している部屋に対象者が入れる事が出来る状況となっており安全に管理出来ている状況と
は言い難い状況であった。その為、5Sの理念を基に整理を行っていく事とした。2.　方法　
5S「整理・整頓・清掃・清潔・習慣」を意識し、安全で円滑な業務環境を整備する事によっ
て業務そのものを有効に行う事を目標とした。具体的には病棟の持ち込み物品一覧表を参
考に危険物を全てスタッフが管理するのではなく、対象者の治療ステージに合わせて対象
者が自立して作業が出来る環境にした。また不要な物品の整理を行い、処分、保管などを行っ
た。3.　結果　これまで週末に30分程掛けて全ての物品をチェックしていたが物品を整理
した事により、個数把握が行いやすくなった。その為、パラレルOT終了時に2分程で物品
チェックが行える様になった。パラレルOT運営時に貸し出し簿を使用する事でOTが1人
でも安全に運営する事が出来る様になった。またOTだけでなく他職種がOTの物品を使用
する際にも場所の把握がしやすくなった。4.　考察　司法精神科病棟ではリスクの観点から
物品管理は特に注意する必要がある。しかし一方で退院後に対象者が自立してその人らし
く過ごす事が出来るリカバリーの視点も必要になってくる。今回の取り組みを通して業務
の効率化のみでなくパラレルOTの中で全て管理する体制から対象者が主体的に作業を選択
する事が出来る様な環境へ変える事で業務の効率化のみでなく対象者にとって「意味のある
作業」を提供する事に繋がると考える。

P2-209-7
医療法に基づく医療ガス供給設備の保守点検業務および医療ガス安全管理
研修会をはじめて
西村∙友香子（にしむら∙ゆかこ）1、本郷∙倫章（ほんごう∙とものり）1、豊田∙裕紀子（とよた∙ゆきこ）2、
寺川∙伸江（てらかわ∙のぶえ）3、甲斐∙真紀（かい∙まき）4、草深∙進（くさぶか∙すすむ）4、駒田∙裕一（こまだ∙ゆういち）4、
村松∙三四郎（むらまつ∙さんしろう）5

1NHO 兵庫あおの病院医療安全管理室、2NHO 兵庫あおの病院看護部、3NHO 兵庫あおの病院薬剤科、 
4NHO 兵庫あおの病院事務部、5NHO 兵庫あおの病院外科

【はじめに】平成29年9月6日に「医療ガスの安全管理について」（医政発0906第3号厚生
労働省医政局長通知）が発出された。この通知では、医療ガス安全管理委員会の構成・業務、
あるいは保守点検業務の回数・内容にも変更があり、病院職員に対して医療ガスに係る安
全管理のための研修実施が新たに求められるようになった。この通知を機に、当院では臨
床工学技士が医療ガス供給設備保守点検の一部を担い、医療ガス安全管理研修会にも携わ
るようになった。新たな通知に対するこれまでの取り組みとトラブル対応事例について報
告する。【方法（報告内容）】期間　2017年10月1日～ 2024年3月31日1．医療ガス供給
設備の保守点検の実際と医療ガス安全管理研修会2．医療ガスに関するトラブル事例と対応
実施者　臨床工学技士、当院の事務部業務班、医療ガス供給設備保守点検委託業者担当【結
果・考察】医療ガス供給設備および配管設備の保守点検計画を策定し、法定点検年4回のう
ち2回を臨床工学技士が実施するとともに、医療安全管理室が主催する医療ガス安全管理研
修会を年1回開催している。なお、臨床工学技士が法定点検の一部を担うことで点検費用の
削減にも寄与している。また、医療ガス関連のトラブルや緊急時対応についても、緊急連
絡先の周知や時間外対応手順等を作成して、医療安全管理室、事務部門担当者とも情報共
有や連携を取りつつ、想定外の事態にも対応してきた。【結語】臨床工学技士が医療ガス供
給設備の保守点検の一部を担うようになって以降、患者に健康被害が発生するようなアク
シデントの発生はない。災害時等の非常事態に対する予備医療ガス設備の使用手順書作成
が今後の課題である。

P2-209-6
経皮的カテーテル心筋焼灼術における患者・術者被ばく線量の推移
久木野∙豊（くきの∙ゆたか）1、宮島∙隆一（みやじま∙りゅういち）1、下新原∙壱成（しもしんばら∙いっせい）1、
濱田∙圭介（はまだ∙けいすけ）1、薗田∙正浩（そのだ∙まさひろ）1、塗木∙徳人（ぬるき∙のりひと）1

1NHO 鹿児島医療センター放射線科、2NHO 鹿児島医療センター放射線科

【目的】近年、高齢化に伴い経皮的カテーテル心筋焼灼術（以下、ABL）が増加している。ま
た、複雑な不整脈に対するABLが増加し、手技時間が長くなり、複数回の手技を要する症
例も経験されている。今回、当院のABLにおける患者被ばく線量及び透視時間と術者被ば
く線量の推移を分析・評価した。【方法】2011年から2021年にかけて行われたABL2481
件の症例ごとの患者照射基準点線量と透視時間を用いて、年毎に中央値を算出した。また、
術者の実効線量と水晶体線量の変化を評価した。【結果】2011年と比較して患者被ばく線量
が75%、透視時間が88%減少した。また、手技において患者照射基準点線量1Gy以上超
えた検査数が最大であった2014年の65件に対し、2021年は9件と86％低減した。術者
被ばく線量は、年間件数は2009年の3倍に増加するが防護メガネや水晶体線量計の導入な
ど適切な被ばく管理により術者の実効線量と水晶体線量は減少し線量限度内となった。【結
論】手技やナビゲーション技術の向上により患者被ばく線量と透視時間は減少し、防護意識
の変化により高線量を呈する術者は減少を示した。しかし、限られた医師のみが従事する
ABLにおいて術者被ばくは、高線量を呈する可能性があり放射線技師が介入し適切な管理
をすることが重要である。
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P2-210-5
Rs35705950 MUC5Bと関節リウマチ関連間質性肺病変との関連
樋口∙貴士（ひぐち∙たかし）1、岡∙笑美（おか∙しょうみ）1,2、島田∙浩太（しまだ∙こうた）3,4、角田∙慎一郎（つのだ∙しんいちろう）5,6、
伊藤∙聡（いとう∙さとし）7、岡本∙享（おかもと∙あきら）8、藤森∙美鈴（ふじもり∙みすず）8、中村∙正（なかむら∙ただし）9、
片山∙雅夫（かたやま∙まさお）10、鈴木∙道太（すずき∙みちた）10、税所∙幸一郎（さいしょ∙こういちろう）11,12、篠原∙聡（しの

はら∙さとし）13、松井∙利浩（まつい∙としひろ）2,3、右田∙清志（みぎた∙きよし）14,15,16、長岡∙章平（ながおか∙しょうへい）17、
當間∙重人（とうま∙しげと）1,2、古川∙宏（ふるかわ∙ひろし）1,2

1NHO 東京病院臨床研究部、2NHO 相模原病院臨床研究センター、3NHO 相模原病院リウマチ科、 
4東京都立多摩総合医療センターリウマチ膠原病科、5兵庫医科大学内科学リウマチ・膠原病科、 
6住友病院腎臓・高血圧内科、7新潟県立リウマチセンターリウマチ科、 
8NHO 姫路医療センターリウマチ科、9桜十字病院リウマチ膠原病内科、 
10NHO 名古屋医療センター膠原病内科・リウマチ科、11NHO 都城医療センターリウマチ科、 
12谷村病院内科、13栃木リウマチ科クリニック内科、14NHO 長崎医療センター臨床研究センター、 
15福島県立医科大学医学部リウマチ膠原病内科学講座、16聖フランシスコ病院膠原病内科、 
17横浜南共済病院膠原病リウマチ内科

「目的」関節リウマチ（RA）はしばしば間質性肺病変（ILD）を伴うが、ILDはRAの生命予後
に大きな影響を与えると言われている。近年、ヨーロッパ人集団で関節リウマチ関連間質
性肺病変（RA-ILD）とrs35705950 MUC5Bが関連することが報告されたが、日本人集
団ではアレル頻度が低いため関連が報告されていない。そこで本研究では日本人集団で、
rs35705950 MUC5BとRA-ILDとの関連について検証した。「方法」CT画像所見情報のあ
るRA患者600人についてrs35705950 MUC5Bのタイピングを行い、関連解析を行った。

「結果」RA患者において、rs35705950 MUC5Bはアレルモデルで通常型間質性肺炎（UIP）
と関連し（P=0.0039, Pc=0.0156, オッズ比 10.66, 95%信頼区間 2.05-55.37）、ILDと
も関連がみられた（P=0.0071, Pc=0.0284, オッズ比 7.33, 95%信頼区間 1.52-35.44）。

「結論」日本人集団においてrs35705950 MUC5BはRA-ILDやRAに伴うUIPと関連した。

P2-210-4
関節リウマチ患者における間質性肺病変と血清抗ヘリコバクター・ピロリ
抗体との関連
岡∙笑美（おか∙しょうみ）1,2、樋口∙貴士（ひぐち∙たかし）1、古川∙宏（ふるかわ∙ひろし）1,2、島田∙浩太（しまだ∙こうた）3,4、
岡本∙享（おかもと∙あきら）5、藤森∙美鈴（ふじもり∙みすず）5、橋本∙篤（はしもと∙あつし）3,6、小宮∙明子（こみや∙あきこ）2,7、
税所∙幸一郎（さいしょ∙こういちろう）8,9、吉川∙教恵（よしかわ∙のりえ）8、片山∙雅夫（かたやま∙まさお）10、松井∙利浩（まつい∙

としひろ）2,3、福井∙尚志（ふくい∙なおし）2,11、右田∙清志（みぎた∙きよし）12,13,14、當間∙重人（とうま∙しげと）1,2

1NHO 東京病院リウマチ科、2NHO 相模原病院臨床研究センター、3NHO 相模原病院リウマチ科、 
4東京都立多摩総合医療センターリウマチ膠原病科、5NHO 姫路医療センターリウマチ科、 
6さがみ生協病院内科、7NHO 相模原病院臨床検査科、8NHO 都城医療センターリウマチ科、 
9谷村病院内科、10NHO 名古屋医療センター膠原病内科・リウマチ科、 
11東京大学大学院総合文化研究科、12NHO 長崎医療センター臨床研究センター、 
13福島県立医科大学医学部リウマチ膠原病内科学講座、14聖フランシスコ病院膠原病内科

【目的】関節リウマチ（RA）は関節外病変として間質性肺病変（ILD）を伴うことがあり、ILD
の合併が生命予後に関わる。胃食道逆流症は特発性肺線維症のリスク因子であり、ヘリコ
バクター・ピロリ感染が胃食道逆流症の発症を抑制していると言われる。しかし、RAに伴
うILDとヘリコバクター・ピロリ感染の関連についての報告は少ない。本研究では、RA患
者でILDと血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗体との関連を探索した。【方法】657名のRA患
者の血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗体をELISA法で測定した。【結果】ILD（n=30[18.0%]、
P=0.0227）、 通 常 型 間 質 性 肺 炎（UIP）（n=10[14.3%]、P=0.0212）、 気 道 病 変

（n=30[18.0%]、P=0.0227）を伴うRAでは、慢性肺病変のないRA（n=78[27.5%]）と比
べて血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗体陽性率が低かった。また、慢性肺病変を伴うRAで
も血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗体陽性率が低かった（n=68[18.2%]、P=0.0059）。【考
察】ILDを伴うRAでは血清抗ヘリコバクター・ピロリ抗体陽性率が低かった。ヘリコバク
ター・ピロリ感染が胃食道逆流症の発症を抑制して、ILDの合併を減らしたと考えられる。

P2-210-3
周術期の歯科口腔外科受診結果から骨粗鬆症患者における歯科受診推奨の
必要性を検討する
田渕∙友美（たぶち∙ともみ）1、吉武∙桃子（よしたけ∙ももこ）2、竹光∙正和（たけみつ∙まさかず）3、谷戸∙祥之（やと∙よしゆき）3、
伊藤∙幸枝（いとう∙さちえ）1、岩間∙由香（いわま∙ゆか）1、立平∙裕樹（たつひら∙ゆうき）1

1NHO 村山医療センター看護部、2NHO 村山医療センター歯科口腔外科、 
3NHO 村山医療センター整形外科

【目的】骨粗鬆症治療における医科歯科連携は、顎骨壊死を予防する意味で重要である。当
院では骨粗鬆症患者への歯科受診を指導しているが、実際に受診している患者は少ない印
象がある。一方、下肢人工関節手術前の歯科検診では骨粗鬆症患者と同年代の対象におい
て治療の必要な患者が多く見られるため、これらの患者において骨粗鬆症の有無で歯科受
診および歯科衛生管理に差があるのか、検討を行った。【方法】調査対象は2023年7月か
ら11月に下肢人工関節術前に当院にて周術期歯科検診を行った患者87名（男性18名、女
性69名、平均年齢73.3歳）とした。骨粗鬆症治療の有無で2群に分け、かかりつけ歯科受
診の有無・歯科疾患の有無・口腔清掃状態などカルテ情報を元に調査した。【結果】骨粗鬆
症治療有（+群）16名、無（－群）71名であった。検診により歯科介入が必要とされた患者
は+群13/16名（81.3％）、－群59/71名（83.1％）。実際に定期的な歯科受診をしていた
のは+群7/16名（43.8％）、－群40/71名（56.3％）。歯科受診をしていない患者の中で
歯科介入が必要とされたのは+群8/9名（88.9％）、－群27/31名（87.1％）であった。【考
察】歯科介入が必要な患者の割合は骨粗鬆症治療の有無で有意な差はなく、対象者全体で
は82.8％であった。これは全国市町村実施の歯科疾患検診で要精検・要指導となった割合
89.5％と同等と考える。定期的な歯科受診をしている患者は骨粗鬆症治療群でも半数に満
たず、歯科受診をしていない患者の多くは歯科介入が必要な状態であった。薬剤関連顎骨
壊死発生リスク軽減のため、骨粗鬆症患者へは医科歯科連携にて確実に歯科受診につなげ
る必要があると考える。

P2-210-2
当院におけるステロイド投与患者に対する骨粗鬆症治療の介入状況について
樋口∙聖（ひぐち∙たかし）1、納村∙直希（おさむら∙なおき）2

1NHO 金沢医療センター薬剤部、2NHO 金沢医療センター整形外科

【目的】ステロイドの長期使用により脆弱性骨折を引き起こす病態としてグルココルチコイ
ド誘発性骨粗鬆症（GIOP）が知られており、ガイドラインに沿った治療介入が推奨されて
いる。今回当院におけるGIOP治療に対する介入状況について現状調査を行った。【方法】
電子カルテより2023年5月から2023年10月の期間にステロイド使用中で追跡可能な患
者359 名のデータを抽出し、骨粗鬆症の治療介入率、各診療科における治療率、その処方
傾向について調査した。【成績】対象となった診療科数は11診療科であった。ステロイド使
用患者359名のうち、治療介入が264名（73.5%）、未治療が95名（26.5%）であった。診
療科別の治療率は、腎膠原病内科79.6%、呼吸器内科83.9%、皮膚科65.5%、消化器内科
35.7%、脳神経内科52.4%、血液内科70%、循環器内科90%、整形外科100%、泌尿器
科0%、内分泌内科100%、脳神経外科0%であった。GIOP治療に使用された薬剤の内訳
は、ビスホスホネート（BP）製剤単独69.3%、BP製剤+活性型VitD3製剤5.7%、活性型
VitD3製剤単独22.3%、デノスマブ1.5%、PTH製剤1.1%であった。【結論】今回、当院に
おけるステロイド使用患者の73.5%に対して骨粗鬆症治療が介入されていた。本邦の健康
保険請求データベースを用いた報告ではGIOP治療介入率は男性33.7%、女性55.3%とさ
れ、この割合と比較すると当院は高いことが判明した。特に、ステロイド治療を要する疾
患を多く扱う腎膠原病内科では高い一方で、自己免疫性腸炎などを扱う消化器内科では低
く、GIOPの認識は診療科により差があると思われる。今後はOLS活動の一環として、薬
剤師によるステロイド処方医に対して、骨粗鬆症治療介入依頼を行うことを考えている。
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P2-211-1
脳神経内科病棟におけるPDナースの新たな取り組み
有馬∙真尋（ありま∙まひろ）、松岡∙千恵美（まつおか∙ちえみ）、三原∙睦美（みはら∙むつみ）、長田∙未来（おさだ∙みき）、
石塚∙百華（いしづか∙ももか）、中田∙萌（なかだ∙もえ）

国立精神・神経医療研究センター看護部

【目的】A病棟は神経内科病棟で、パーキンソン病患者が全体の約20％を占めている。パー
キンソン病は慢性疾患で、患者自身が日常生活の注意点や病気に対する知識を習得するこ
とが有効であるが、A病棟では患者教育が十分実施できていなかった。また、スタッフ対象
の勉強会もコロナ禍で実施できていなかった。2023年度よりパーキンソン病療養指導士の
資格を取得した看護師（以下、PDナース）が他職種と連携して始めた活動を報告する。【方法】
スタッフ対象の勉強会とパーキンソン病患者への患者教育についての企画・運営を行う。【結
果・考察】スタッフ対象に、医師より疾患の概要や内服薬、デバイス療法について、理学療
法士より姿勢異常治療プログラム（MADI）の内容や介助方法・体位ドレナージについての
勉強会を行った。病棟全体で年間26回の勉強会を行い、6回/人/年の参加率であった。また、
担当セラピストと病棟看護師でパーキンソン病患者の退院困難事例の症例検討を行い、多
職種で意見交換した。それにより身体拘束の部位と時間を減らすことができたケースもあっ
た。患者教育では、パーキンソン病患者を視聴対象とした7本の疾患教育動画を作成した。
内訳はPDナースが作成した活動編・食事編・転倒予防編・睡眠/排泄編・環境整備/内服
管理編の5本、理学療法士が作成した転倒予防に関する動画1本、薬剤師が作成した内服薬
の効果や副作用に関する動画1本である。多くの患者が視聴できるように検査やリハビリが
ない土日や祝日に病棟で放映している。今後は動画の内容に関連したパンフレットの作成
を行い、退院後も継続的に取り組むことができる方法を検討している。

P2-210-8
新しいOWDTO（Interlocking OWDTO）における粗面骨切り部の骨癒
合の検討
堀川∙朝広（ほりかわ∙ともひろ）1、赤崎∙幸穂（あかさき∙ゆきお）2、樽美∙備一（たるみ∙びいち）1、山口∙祐介（やまぐち∙ゆうすけ）1、
唐田∙宗一郎（からた∙そういちろう）1、今村∙悠哉（いまむら∙ゆうや）1、山下∙武士（やました∙たけし）1、緒方∙宏臣（おがた∙ひろおみ）1

1NHO 熊本再春医療センター整形外科、2九州大学病院整形外科

【背景】Open wedge distal tuberosity osteotomy（以下OWDTO）は術後の膝蓋骨低
位や膝蓋大腿関節圧の上昇を起こさず、従来の内側楔状開大式高位脛骨骨切り術（以下
OWHTO）にみられた膝蓋大腿関節の変性を予防できる。しかしながらOWDTOは手技の
煩雑さや様々な合併症が報告されている。特に粗面下骨切り部を前方から後方へスクリュー

（AP screw）で固定する必要があり、後方の膝窩動脈を損傷する可能性がある。2023年
12月に公表されたInterlocking OWDTO（以下ILDTO）は従来のOWDTOの利点をそ
のままに、AP screwを使用せず粗面部骨切り部を固定する画期的な方法である。【目的】
ILDTOの粗面骨切り部の骨癒合を検討すること。【対象と方法】2023年8月から2024年
2月まで施行したILDTO群（I群）11膝および同時期に施行したAP screwを用いた従来の
OWDTO群（C群）9膝の粗面骨切り部の骨癒合を術後3 ヶ月・6 ヶ月のCT検査にて評価
した。またX線評価として術前・術後のHKA, 脛骨後傾も比較・検討した。【結果】両群と
も良好な矯正がなされており、また粗面骨切り部の骨癒合も3 ヶ月で8割、6 ヶ月では全例
が癒合していた。【考察】粗面骨切り部での合併症の原因として粗面骨切り部の固定性不良、
粗面菲薄等の手術手技的問題が考えられる。ILDTOは早期の骨癒合に良好な固定性が得ら
れることが示唆された。

P2-210-7
THA術後患者に対し移動自立指示を理学療法士主体で行った取り組み～専
門性を発揮するために～
殿水∙薫（とのみず∙かおる）、山尾∙なつみ（やまお∙なつみ）、橋本∙明希子（はしもと∙あきこ）、中島∙隆文（なかじま∙たかふみ）、
松原∙一樹（まつばら∙かずき）、上西∙悠仁（うえにし∙ゆうと）、林∙竜太（はやし∙りゅうた）、西田∙和生（にしだ∙かずき）、
宮城∙佳幸（みやぎ∙よしゆき）、岡田∙直秀（おかだ∙なおひで）、上野∙俊之（うえの∙としゆき）

NHO 大阪医療センターリハビリテーション科

【はじめに】2023年10月よりTHA術後患者の歩行の自立度を理学療法士が主体で判断する
取り組みを開始した。取り組みを開始する前は病棟看護師が毎回直接歩行場面を確認して
いた。

【目的】看護師の業務負担の軽減と理学療法士の専門性を活かすことを目的に、取り組みを
行う前後で歩行自立に至る日数に差があるかを比較する。

【方法】2023年度のTHAパスを使用しており、かつ入院時の障害高齢者の日常生活自立度
がJレベルであった77名を対象とした。2023年4月から9月に手術を行った群を看護師
群、2024年10月から3月に手術を行った群を理学療法士群に分け、病棟内で歩行器歩行
自立に至った日数、杖歩行自立に至った日数を2群で比較した。統計学的処理はJSTATの
対応のないt検定を用い、有意水準は5％未満とした。

【結果】杖歩行自立に至った日数が理学療法士群で有意に短縮していた。
【考察】歩行器歩行自立の日数に差が生じなかった要因は患者が1人でのトイレ移動獲得に
対するニーズが高いためだと考える。一方、杖歩行自立に差が生じた要因は、歩行器使用
で患者の入院生活における移動手段が確立されると、患者・看護師共に困ることがないため、
その時点での歩行能力に合わせた歩行補助具を反映できていなかった可能性がある。理学
療法士主体で自立指示を行うことは、その時点での歩行能力に適した入院中の移動手段を
提案でき、より早期に杖歩行の自立に至ったと考えられる。今回の取り組みによって、看
護師業務の負担軽減につながり、更により早期にADLの向上を認めた。また、入院期間短
縮にも貢献できる可能性が示唆されたため、今後も専門性を活かした取り組みを行ってい
く必要がある。

P2-210-6
肺高血圧症と溶血性貧血、関節痛で発症したSLEの一例
大熊∙れいら（おおくま∙れいら）1、佐藤∙智仁（さとう∙ともひと）1、
内田∙智久（うちだ∙ともひさ）1、西畑∙伸哉（にしはた∙しんや）1、則松∙希遊（のりまつ∙きゆう）1、庄村∙史子（しょうむら∙ふみこ）1、
荒武∙弘一朗（あらたけ∙こういちろう）1、内藤∙愼二（ないとう∙しんじ）2、小野原∙貴之（おのはら∙たかゆき）2

1NHO 嬉野医療センターリウマチ内科、2NHO 嬉野医療センター教育研修部

症例は30歳女性。X-1年12月より体重減少が出現し、4月より多関節痛、体重減少、
Raynaud現象、指尖部潰瘍も出現して当院受診された。来院時39度の発熱があり、血液
検査では急速な溶血性貧血の進行と炎症反応上昇を認め、CTでは心膜炎を疑う心膜壁肥厚、
心エコーでは肺高血圧症を認めた。ステロイドパルス後PSL50mgで加療開始し、速やかに
貧血や炎症反応、肺高血圧の改善を認めた。炎症改善後には補体の低下も認めた。抗核抗
体陽性、関節炎、心膜炎、溶血性貧血からSLEと診断し、IVCYも併用して寛解導入を行っ
た。肺高血圧症で発症するSLEは稀で免疫抑制剤や血管拡張薬による治療も試みられている
が正確な治療プロトコルはまだ確立されていない。今回、免疫抑制療法が奏功したSLEによ
る肺高血圧症の症例を経験したため報告する。
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P2-211-5
ALS患者の療養プロセスにおけるレスパイト入院の意義
上田∙竜也（うえだ∙たつや）

NHO 七尾病院地域医療連携室

【目的】人工呼吸器を装着しながら在宅療養生活を送っているALS患者にとって、発症から
人工呼吸器装着下に在宅療養生活を送るプロセスにおいて、レスパイト入院がどのような
意義を有しているか明らかにする。【方法】ALS患者に対して半構造化インタビュー調査を
実施、逐語録を作成、質的記述的研究法によって分析した。【結果】ALS患者2名を対象に
調査実施、［概念］34個、＜サブカテゴリー＞17個、≪カテゴリー≫6個、【コアカテゴリー】
1個を生成、構造図およびストーリーラインを作成した。【考察】プロセスは1）発症～病名
告知、2）在宅療養生活の選択、3）人工呼吸器装着の決断、4）在宅療養生活の継続であるこ
と、全てのプロセスにおいて【在宅療養生活が大前提】という考え方が基盤となっているこ
とがわかった。そのため、人工呼吸器装着などの医療行為に関する希望やそれに沿った支
援展開よりも、在宅療養生活に関する希望を優先した支援展開が望ましいと考える。レス
パイト入院は全てのプロセスにおいて欠かせないサービスとして位置付けられており、ALS
患者にとって重要な意味を持っていることがわかった。そのため、発症～病名告知などの
初期段階からレスパイト入院に関する情報提供を行い、効果を最大限に発揮できるような
支援が必要と考える。【結論】ALS患者は1）発症～病名告知、2）在宅療養生活の選択、3）
人工呼吸器装着の決断、4）在宅療養生活の継続というプロセスを経ている。ALS患者にとっ
てレスパイト入院とはどのプロセスにおいても欠かせないサービスであることが示唆され
た。

P2-211-4
パーキンソン病患者・家族に関わる看護師の在宅療養支援に関する実態調
査からみえた今後の課題
森∙裕（もり∙ゆたか）、平岩∙麻紀子（ひらいわ∙まきこ）、石橋∙綾子（いしばし∙あやこ）、山本∙吉章（やまもと∙よしあき）

NHO 静岡てんかん・神経医療センター神経内科

【目的】進行期パーキンソン病患者の在宅療養支援に役立てるため、神経内科病棟勤務の看
護師が在宅療養支援の際に行っている看護実践を明らかにする。【方法】令和6年3月にA
病院の神経内科病棟勤務の看護師を対象に質問紙調査を実施した。情報収集で重視する項
目（Q1：27項目）、情報収集の実践状況（Q2：10項目）、情報共有の実践状況（Q3：6項
目）、計画立案の必要性（Q4：7項目）を集計した。統計解析は、病棟での勤務経験年数お
よび進行期パーキンソン病患者のプライマリー経験の有無を目的変数とし、上記調査項目
をカイ2乗検定で比較した。【結果・考察】25名から回答が得られ、回収率は96.2％であっ
た。Q1の「介護力の有無」、Q2の「院外の関係他職種へ報告や相談をする（退院前カンファ
レンスを除く）」に関して、病棟での勤務経験年数によって重要視する割合が異なった（p＜
0.05）。情報収集の実践で他職種への報告や相談については、実践していない理由は明らか
にしていないが、他職種と連携する必要性が十分理解できていないことや他職種と連絡を
取る手段がわからないことが考えられる。また、Q1の調査項目「睡眠（眠剤の使用の有無、
途中覚醒の有無、夜間の排尿回数等）」、「担当ケアマネジャーや在宅サービスの連絡先の把
握」は、プライマリー経験の有無によって異なる回答が得られた（p＜0.05）。プライマリー
経験無しがより重視しており、経験があっても退院後の生活や他職種との連携の重要性が
十分理解できていないことが考えられる。そのため、今後は中途採用者や配置換えで来ら
れた看護師への在宅退院支援や多職種連携についての教育や支援が必要であると考える。

P2-211-3
ホスレボドパ・ホスカルビドパ配合液持続皮下注療法導入患者に対する皮
膚・排泄ケア認定看護師の介入が有効であった1例
勝木∙信敬（かつき∙のぶたか）、栗崎∙玲一（くりさき∙りょういち）、柏木∙秀美（かしわぎ∙ひでみ）、古賀∙恵美（こが∙さとみ）、
遠藤∙優希（えんどう∙ゆうき）

NHO 熊本再春医療センター看護部

【背景】進行期パーキンソン病（PD）に対するホスレボドパ・ホスカルビドパ配合液24時間
持続皮下注射療法（CSCI）では連日持続皮下注射を行うため皮膚症状の発現が懸念され, 自
施設での十分な対応または皮膚科医師への相談体制が施設要件として定められている. 当院
ではX年11月より進行期PD患者1名にCSCIを開始し, 導入1 ヵ月後には腹部穿刺部に蜂
窩織炎を発症した. 今回, 常勤皮膚科医師が不在の当院において, 皮膚・排泄ケア認定看護
師（WOCN）が治療維持のため介入した事例を振り返る.【対象】60代男性, PD（On時 Yahr 
I度、Off時 III度）【方法】X+1年1月から4月にかけて, 2週間毎の外来受診時に外来看護師
とWOCNが本人と面談, 皮膚状態を観察し, 皮膚ケア指導を主治医と共同で継続的に行っ
た.【結果】患者の生活状況に合わせた皮膚ケア方法の指導, 皮膚状態のモニタリングを行い, 
介入後も蜂窩織炎を1回発症したが素早い対応で重篤化せずに早期治癒させることができ
た. 治療継続により仕事を継続することができ, 本人の満足度も高かった. 皮膚トラブル以
外にも薬剤注入量のコントロール, 機器の自己管理等の問題が抽出され, 情報共有と指導を
行った.【考察】CSCIは従来のデバイス療法（DBS・LCIG）に比べ手術侵襲はないが, 皮膚ト
ラブルの早期発見と対応の継続が不可欠であり, 皮膚ケアの専門的な知識が求められる. 患
者の皮膚症状と日常生活をアセスメントし, 課題を抽出, セルフケア能力の向上に貢献でき
たことがWOCN介入の強みであった. 【結語】チーム医療の一環としてのWOCNの介入は, 
CSCI患者の治療維持に有効であった. 

P2-211-2
パーキンソン病患者に対する呼吸リハビリテーションの検討
乃村∙道大（のむら∙みちひろ）、馬淵∙勝（まぶち∙まさる）、篠原∙竜太（しのはら∙りゅうた）

NHO とくしま医療センター西病院リハビリテーション科

【背景】
近年、パーキンソン病（以下PD）患者に対する呼吸リハビリテーションの報告が多数みられ
る。これまで、短期集中入院リハビリテーション（以下リハ）でVital capacity（以下VC）
やCough peak flow（以下CPF）が改善する症例を多く経験した。そのため、積極的な呼
吸リハは実施していなかった。そこで、リハ目的で入院したPD患者の呼吸機能を評価し、
呼吸リハの必要性について改めて検討した。

【対象・方法】
対象は、5Wのリハ入院となったPD患者で、それぞれ理学療法、作業療法、言語療法を1
日2単位ずつ実施し、入院時と退院時にVCとCPFを評価し比較した。

【結果】
カットオフ（CPF：153l/分）を下回った患者は、入院時が5症例、退院時は3症例だった。
退院時にカットオフを下回った3症例のVCはそれぞれ1980ml、2460ml、1060mlで、
CPFは140l/分、150l/分、130l/分だった。

【考察】
PD患者の呼吸機能障害の病態は多岐にわたり、随意咳嗽が反射咳嗽よりも低値を示す報告
もあるため、CPFの評価は難しい。臨床的に有効かは不明だが、入院時にカットオフを下
回る症例に関しては一般的な運動療法では改善が難しいため、個別に評価し、呼吸リハを
検討する必要があると考える。
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P2-212-2
筋強直性ジストロフィー 1型患者と介護者のための心理・社会的支援プロ
グラム：介護者に着目した検討
後藤∙桃子（ごとう∙ももこ）1、遠藤∙麻貴子（えんどう∙まきこ）2、大平∙香織（おおだいら∙かおり）3、倉内∙剛（くらうち∙ごう）4、
佐藤∙裕美（さとう∙ひろみ）4、小関∙敦（こせき∙あつし）5、今∙清覚（こん∙せいこう）11、渡辺∙範雄（わたなべ∙のりお）6、
菅原∙典夫（すがわら∙のりお）7、森∙まどか（もり∙まどか）8、中村∙治雅（なかむら∙はるまさ）9、木村∙円（きむら∙えん）10、
高田∙博仁（たかだ∙ひろと）11

1NHO 青森病院療育指導室、2国立精神・神経医療研究センター臨床研究・治験推進室、 
3NHO 青森病院地域医療連携室、4NHO 青森病院リハビリテーション科、 
5NHO 北海道医療センター療育指導室、6京都大学大学院医学研究科、7獨協医科大学精神神経科、 
8国立精神・神経医療研究センター脳神経内科、9国立精神・神経医療研究センター臨床研究支援部、 
10大阪大学大学院医学研究科、11NHO 青森病院脳神経内科

【背景】我々は、筋強直性ジストロフィー 1型（DM1）患者のQOL改善や活動量を高め、介
護者の介護負担を減少させることを目的に、患者・介護者を対象とした心理・社会的支援
プログラムの開発研究を実施してきた。本検討では特に介護者に着目し結果を分析した。【方
法】疾患理解や症状への対処法、活動量の増加方法などを作業療法的、心理・社会的側面よ
りアプローチを行い対話式の介入を行った。介護者を対象としたパートでは、介護につい
て振返り話し合い、支援者と共に作成するHartmanのエコマップを用いて介護負担感を改
善させる方法を導入した。介入前後にSF12、J-ZBI_8による評価を行った。【結果】DM1
患者6名の介護者5名を対象とした。うち1名は患者2人の介護者として参加した。患者と
の関係は、夫2名、父1名、母2名。結果はSF12の日常役割機能（精神）・社会生活機能の
中央値及びJ-ZBI_8（介護負担感）の中央値の改善が認められた。患者との関係性が親だっ
た3例は、関係性が配偶者であった2例に比し、エコマップで家族・友達・趣味活動等の繋
がりが多く表出されていた。介護に関する話し合いでは、介護体験を語る中で涙を流す場
面がみられ、プログラムに参加して良かった等といった意見が聞かれた。【考察】エコマッ
プの振返りや介護に関する語り自体が精神面のQOL向上、介護負担感の改善に繋がった可
能性があると考えられた。介護者が親である例で家族・友達・趣味活動等が充実していた
要因としては、介護歴の長さが考えられた。介護の過程での様々な経験を通じて、自分の
時間を上手く活用しながら介護と向き合えるようになった傾向が窺われた。

P2-212-1
神経・筋疾患における支援者向けセミナーの開催に関する一考察
大平∙香織（おおだいら∙かおり）1、高田∙博仁（たかだ∙ひろと）2、雪田∙和子（ゆきた∙かずこ）3、福地∙香（ふくち∙かおり）1、
松野∙麗（まつの∙れい）1、後藤∙桃子（ごとう∙ももこ）4

1NHO 青森病院地域医療連携室、2NHO 青森病院診療部、3NHO 青森病院看護部、 
4NHO 青森病院療育指導室

（はじめに）
病気や疾患のある人の地域での「その人らしい暮らし」を支える上で在宅や施設の看護・介
護職員の役割は大きい。しかし神経・筋疾患分野においては、稀少疾患のため要求される
特殊な知識や技術を習得する機会が十分とは言い難い。このため、我々は先行研究で県内
の在宅及び施設職員を対象に研修ニーズに関する現状調査を実施した。結果、会場集合型で、
平日の午後1.5 ～ 2時間程度の開催形式が望まれていることが判った。

（方法）
先行研究を基に「神経・筋疾患支援者向けセミナー」を実施した。当院を会場に、平日の午
後1時間の会場型セミナーを、4疾患、別日程で同じ内容を2回ずつ、計8回実施した。セ
ミナー実施後に参加者対象の無記名アンケート調査を実施した。

（結果）
参加人数は55施設延べ74名（各回6 ～ 21名）。所属は居宅介護支援事業所26％、居宅介
護事業所18％、相談支援事業所14％。職種は介護福祉士24％、介護支援専門員23％、相
談支援専門員15％。96％は勤務参加、開催日時は「良い」が85％、開催方法は72％が会場
型、22％がオンラインを希望。参加理由はテーマへの関心が49％、26％が関連患者を担
当と回答。内容は満足が99％。疾患講義、褥瘡、栄養、摂食・嚥下、人工呼吸器等が関心テー
マとして挙げられた。

（考察）
疾患により参加人数のばらつきがみられたが、複数回開催が参加のしやすさにつながった
と考える。参加者の満足度は高く、勤務時間内で1時間程度の講義を、同じ内容で複数回開
催する方法は、地域生活を支える多忙な看護・介護職員向けの研修開催方法として有効と
考える。参加者のニーズを満たし、患者の地域生活支援に寄与できる研修開催を継続して
いきたい。

P2-211-7
拘縮が強い患者における皮膚障害予防に関する文献検討
中本∙心愛（なかもと∙ここあ）

NHO 箱根病院脳神経内科

【はじめに】拘縮部は圧迫やずれ、湿潤により褥瘡リスクが上がるため予防方法を明らかに
し、効果的なスキンケアを行う必要がある。【目的】拘縮患者の褥瘡治療に関する知見を明
らかにし、効果的な褥瘡予防を検討する。【対象と方法】医中誌webにおいて、拘縮と潰瘍
をキーワードとし、会議録を除いた検索を行った。255件の論文から、最終的に7件の文
献検討を実施。【結果】「拘縮」により、皮膚が緊張状態になることで、皮膚が伸長し、皮膚
表面が薄くなり、些細な刺激により皮膚損傷が起きる。リハビリや、不随意運動など疾患
の特徴を考慮した除圧グッズや肢位の保持が重要で、患者の状態に合わせた物品を選択す
ることが重要である。加えて鏡などを用いて観察を行い皮膚の変化を早期に発見する必要
がある。また拘縮部の内面は、浸軟した状態が続くため、細菌が繁殖し皮膚損傷が起きや
すい状態になる。除湿のため、ハンドロールを握らせる方法や、茶葉に含まれるカテキン
の抗菌消臭効果を期待した研究も行われているが、ハンドロールを握ることで、拘縮が強
くなる可能性もあり、状態に合わせた物品選択が重要であった。【考察】1.皮膚が緊張状態
であるため、愛護的にケアを行う。2.疾患、状態を把握し、患者に合ったグッズを使用する。
共通した対応を実施するため実演を通して情報の共有を行う。実施状況を継続して観察し、
評価・修正を多職種で行う。3.圧迫、摩擦がないようケアを行ない、皮膚の観察を怠らない。
患者にあったハンドロールを作成し拘縮部の除湿を行う、という事が褥瘡予防に効果的で
あると明らかになった。

P2-211-6
胃瘻造設した神経難病患者の家族が抱える退院後生活に対する不安と困難感
岩元∙萌花（いわもと∙もえか）、田中∙杏佳（たなか∙きょうか）、田井中∙かな子（たいなか∙かなこ）、安田∙雅信（やすだ∙まさのぶ）、
奥間∙かおり（おくま∙かおり）

NHO 南九州病院看護部

【背景】A病棟では疾患の進行を予測し予防的に胃瘻造設する患者や経口摂取が困難となり、
胃瘻造設に至る患者の増加や介護疲れ等を理由としたレスパイト目的の入院も増加傾向に
あった。【目的】胃瘻造設した神経難病患者の家族が抱える退院後の生活に対する不安と困
難感について明らかにした。【方法】2023年9月～ 2023年12月にかけてA病院の神経難
病病棟に入院中の胃瘻造設経験者である患者の家族の17名を対象に（1）家族の属性（2）家
族の胃瘻造設後の不安（3）家族の胃瘻造設後の注入管理、排便処置等に関する不安につい
てアンケート調査を行った。なお、対象者に研究の主旨、研究方法等についての説明を文
章と口頭で説明し同意を得た上で、アンケートを記載して頂いた。【結果】家族の背景では、
年齢が70歳代で35．3％と一番多いことが分かった。家族の胃瘻造設後の不安では、「自
分の体調が悪い時に介護をどうしたらよいか不安」の項目で平均3．94と一番高かった。注
入管理、排便処置等に関する不安では、「胃瘻周囲の皮膚トラブルが心配」の項目で平均4．
00と一番高かった。【考察】主介護者の41．2％を配偶者が占めていた。患者の高齢化に伴
い、今後、介護を続けていくなかで身体的・精神的な介護疲れが予測されることから、患
者のケア方法や家族の体調不良時のサポートについて事前に情報提供が必要であると考え
る。また、在宅医療との連携や家族指導といった面からのサポート体制について考える必
要がある。【結論】患者の安楽な生活を目指し、介護者の疲労の蓄積を軽減するため、多職
種でのサポート体制の構築や思いを表出できる場を設けることが必要である。
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P2-212-6
衣類の改良で広げる利用者の生活
上岡∙絵美（かみおか∙えみ）、橋本∙由美子（はしもと∙ゆみこ）、渡部∙みどり（わたなべ∙みどり）、岡田∙真理恵（おかだ∙まりえ）、
越野∙幸子（こしの∙さちこ）、松原∙未歌（まつばら∙みか）、野津∙悦子（のつ∙えつこ）、久保田∙智香（くぼた∙のりか）

NHO 松江医療センター療育指導室

【はじめに】当院は重症心身障害・筋萎縮症の療養介護・障害児入所支援の利用者（以下、利
用者）の衣類支援を保育士が中心に行っている。支援内容は、必要な衣類の把握、注文、購
入、管理に加え、利用者の状態に応じて業者に依頼し改良を行っている。近年、利用者の
重症化に伴い、衣類の改良の必要性が高まっている。現状をまとめ、支援について考察し
たので報告する。【目的】衣類改良の目的を整理し、保育士が行う衣類支援の意味を考察す
る。【方法】入所者165名を対象に、令和5年4月～令和6年3月に行った衣類改良について、
衣類の種類・費用・改良目的などを検証する。【結果】改良は11種類、40項目行っていた。
着用者は92名（55．8％）だった。改良に要する期間は約2週間～ 2か月、費用は300円
～ 13000円で、他の日用品費と合わせて利用者から徴収している。改良の考案は看護師と
保育士で行っており、縫製は2社に依頼し、運搬は業者と保育士で行っている。【考察】改
良の目的は「安楽に着脱できる」「肘や膝の保護」などの「安全性」、「生活・活動がしやすい」
などの「機能性」、「好きな種類や色、柄を選べる」などの「自己表現」に分類できた。衣類へ
のひと工夫は、常にベッド上で生活する利用者のパソコン操作など本人が望む活動の継続
や本人が持つ機能を生かした生活に繋がっている。衣類改良は医療処置を受けやすくする
ためだけではなく、その人らしさを尊重し、自己実現を叶える一つの手段でもあると考える。
今後、ますます必要性の高まりが予想されるが、衣類を通して「生活を豊かに楽しく過ごし
てほしい」という保育士としての思いを大切に関わっていきたい。

P2-212-5
筋ジストロフィー病棟長期入院患者における任意後見契約締結後の経過と
課題
石川∙愛（いしかわ∙あい）、丸澤∙由美子（まるざわ∙ゆみこ）、田川∙綾子（たがわ∙あやこ）、村上∙あゆ香（むらかみ∙あゆか）、
野田∙成哉（のだ∙せいや）、牧江∙俊雄（まきえ∙としお）、南山∙誠（みなみやま∙まこと）、久留∙聡（くる∙さとし）

NHO 鈴鹿病院脳神経内科部療育指導科

はじめに
2022年に報告した任意後見契約を締結した筋ジストロフィー患者の任意後見契約締結後の
経過と課題について報告する。
方法
調査方法：インタビュー調査
対象：任意後見契約を締結した筋強直性ジストロフィー患者1名（50歳代女性）とその長男

（20歳代）
経過：2022年に家族関係の変化により法定後見制度利用を希望。
しかし意思能力の保持を理由に利用できず任意後見契約に至った。
調査内容：任意後見契約の締結後2年間の経過について
聞き取り期間：2024年4月～ 5月
結果
患者は任意後見人と病院職員の支援を受けて順調に療養生活を送っていた。家族は事務手
続き負担が軽減された。一方で、患者は家族以外の支援者を選択していた。患者は任意後
見契約（以下、任意契約）について家族へ事前に相談せず、締結後に連絡をしたのみだった。
しかし治療に関する書類等に任意後見人は署名できず、家族の協力が必要となる場面が生
じた。患者が心苦しく思いながら家族に協力を申し出たところ、今回は速やかな協力が得
られた。
考察
任意契約締結は患者の安心と家族の負担軽減につながっていた。一方で患者は任意後見人
を家族と同様の存在と考え、家族にできる行為は任意後見人も全てできると誤解していた。
また家族は患者の気配りを深く考えていなかった。任意契約締結から今回の家族への協力
依頼までの期間はコロナ禍により患者と家族が顔を合わせる機会がなかった。患者の家族
への気配りが強く、家族以外の支援者で完結させたいという希望が強かったことで、支援
に対する認識のずれが生じたと考えられる。今後のために患者・家族・支援者の三者で認
識を共有し協働することの課題を考える。

P2-212-4
福祉サービスの提供に消極的な患者への療育支援
藤山∙みらい（ふじやま∙みらい）、泉田∙友紀（いずみだ∙ゆき）、高橋∙博（たかはし∙ひろし）、藤田∙貴子（ふじた∙たかこ）、
佐村∙知哉（さむら∙ともや）、井ノ上∙博也（いのうえ∙ひろや）

NHO 奈良医療センター療育指導室

【背　景】近年、当院の療養介護事業を利用している筋ジストロフィー患者はDMD患者が
減少し、MyD・FSHD患者の新規入院が増加している。病型の特徴で、MyD・FSHD患者
は成人以降、40・50代で入院される方が多く、福祉サービスの提供に対する考え方も大き
く異なっている。【目　的】福祉サービスの提供に消極的な患者を日中活動や行事活動への
参加に繋げる。【方　法】福祉サービスの提供に消極的な4名の患者に対し、令和5年7月よ
りコミュニケーション支援の一環として保育士と患者が1:1での「談話タイム」を設定。週
に1回訪室して実施可否を確認。時間は患者の希望に基づき対応し、終了後は患者の様子や
興味のある事等を記録し、保育士・児童指導員と共有。また、カテゴリー化した評価表を
作成し、評価に基づき日中活動や行事活動への参加が可能であるか判断。【結　果】令和5
年7月～ 12月頃は、「談話タイム」自体を拒否する方もいたが、4名の患者共に令和5年12
月中旬より介入に対する拒否はほとんど無い状況であった。気管切開をされ言語表出が難
しく、首を縦横に振ってコミュニケーションをされていた患者も現在では文字盤や口唇で
職員に伝えようとする行動が多くなった。普段の日中活動や行事活動についてはまだ実施
に至った患者はいないが、良好な関係を構築できている。【考　察】福祉サービスの提供に
消極的な患者については、障害特性や人生観を踏まえた療育支援が必要不可欠である。職
員の勝手な先入観を持ち出さず、大雑把な障害理解に基づく支援ではなく患者の意思決定
に基づいた支援が求められているのではないのかと私自身は考えている。

P2-212-3
健康の保持増進をめざした認知行動療法の導入
山口∙明日香（やまぐち∙あすか）、町野∙由佳（まちの∙ゆか）、中島∙玲美（なかじま∙さとみ）、益川∙薫（ますかわ∙かおる）、
高島∙慎吾（たかしま∙しんご）、丹羽∙篤（にわ∙あつし）

NHO 三重病院療育指導室

【背景】職場の人々の健康を保持増進するためには、心身を健康に保つ必要がある。WHO
にて定義されている「ウェルビーイング」の語源はwell（よい）とbeing（状態）であり、身体
的・心理的・社会的の3点が良好なことを示す。良好な状態を保つためのひとつとして、ス
トレス対処能力の向上が欠かせない。そのため認知行動療法を用いてアプローチしようと
考えた。【目的】患者の暴言や頻回なナースコールなどによってスタッフの心身が疲弊して
しまう。スタッフのセルフケア能力を高めるために、認知行動療法の導入を検討する。【対象】
神経難病病棟スタッフ32名【方法】1.ストレスレベルや働きやすさ、業務意欲に関するアン
ケートの実施2.認知行動療法についてのオリエンテーションの実施3.個別に認知行動療法

（認知再構成法）を実施4.1で行ったアンケートと同様のアンケートを実施し、認知行動療
法実施前後での変化の比較5.アンケートの統計処理【結果】患者とのコミュニケーションの
中で生じた問題が、業務意欲や自尊心の低下およびストレスに繋がっていた。しかし認知
行動療法について知識を得ることで、患者とのコミュニケーションの捉え方に変化が生じ、
ストレスコーピングの1つとなった。また認知行動療法に対して興味を抱き、自発的に学習
し知識を深める様子が見られた。【結論】知識として認知行動療法を知ることだけでも、ス
トレスコーピングを増やすことができ、セルフケアの意欲を高めることができたと考える。
業務内で生じるストレスに対するコーピングだけでなく、日常生活場面におけるストレス
にも活用できるだろう。継続的にセルフケアを意識することやトレーニングの維持が今後
の課題である。
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P2-213-2
ムース食のニュークックチル導入におけるゲル化剤の検討
宮井∙弓菜（みやい∙ゆみな）1、白川∙健二（しらかわ∙けんじ）1、飯高∙玄（いいだか∙げん）2、福田∙千晶（ふくだ∙ちあき）1、
兼定∙祐里（かねさだ∙ゆり）1、森本∙寿音（もりもと∙ことね）1、大川∙美子（おおかわ∙よしこ）1、下北∙千恵美（しもきた∙ちえみ）1、
堀本∙智美（ほりもと∙ともみ）1、冨山∙かおり（とみやま∙かおり）1、大谷∙弥里（おおたに∙みさと）1、田中∙勝久（たなか∙かつひさ）1、
塚本∙泰正（つかもと∙やすまさ）1,3

1国立循環器病研究センター臨床栄養部栄養管理室、 
2国立循環器病研究センター循環器病リハビリテーション部脳血管リハビリテーション科、 
3国立循環器病研究センター移植医療部

【目的】当院では令和元年7月より調理システムをクックサーブからニュークックチルへ変
更したが、軟菜食・嚥下食においては以前同様クックサーブで提供してきた。調理師の人
員減少に伴い、業務の効率化と平準化を目指し、軟菜食・嚥下食に関してもニュークック
チルを導入することとした。嚥下食においてムース食に当たる嚥下3食（学会分類コード3
に相当）の再加熱後の物性変化について検討を行った。【方法】従来使用していたソフティア
Gと熱に強いソフティアRで再加熱後の物性の比較を行った。ソフティアRはソフティアG
と使用方法が異なるため、食材ごとの適正濃度の検討を行った。部内での試食結果をもと
にソフティアR濃度を全体量（食材＋出汁）に対して、魚・肉・卵はA：0.8％、B：1.0％、
野菜はA：2.0％、B：3.0％のそれぞれ2種類準備し、言語聴覚士による評価を行った。【結
果】軟菜食・嚥下食ともに問題なくニュークックチルを導入できた。ソフティアGでは再加
熱に耐えられず、離水し型崩れを起こした。一方ソフティアRは、再加熱で離水することなく、
中心温度も75℃以上となることが確認できた。言語聴覚士による評価により魚・肉・卵は
A：0.8％、野菜はA：2.0％が最適であると判断した。【考察】ゲル化剤をソフティアRに変
更することで、ムース食においてもニュークックチルで提供が可能となった。ニュークッ
クチルへ変更後は、3食分をまとめて形態を加工し盛り付けでき、作業の効率化と平準化に
繋がった。ソフティアRの濃度については、目安とされる濃度とほぼ一致したが、施設によっ
ては適正と捉える濃度に違いがある可能性があり、事前に濃度の検討は必要であると考え
る。

P2-213-1
嚥下調整食の栄養価改善にむけて～当院嚥下調整食の現状把握～
矢口∙友梨（やぐち∙ゆうり）1、村上∙悠華（むらかみ∙ゆうか）1、大濱∙用八郎（おおはま∙ようはちろう）2

1NHO 琉球病院栄養管理室、2NHO 琉球病院内科

【はじめに】嚥下調整食は調理過程の加水調理が必要であり、単位重量あたりの栄養価が減
少する。嚥下調整食摂取者は普通形態食摂取者に比べ、入院中の栄養摂取量が少ないこと
も報告されている。当院においても、再評価時に嚥下調整食を喫食している患者で体重減
少が見られ、栄養補助食品を付加する症例が多い印象をうけた。また、ソフト食を提供し
ている患者において、食事1回量が多く全量喫食できないため栄養補助食品を付加した症例
もあった。そこで、当院の嚥下調整食の提供内容と栄養価について調査したため報告する。

【方法】X年6月に入院していた患者のうち、きざみ食、ペースト食、ソフト食を喫食して
いる患者の身長、体重、体重変化、給与栄養量、栄養補助食品付加状況を調査した。また、
栄養補助食品を付加している人が多かったソフト食において栄養分析を行った。【結果】ど
の嚥下調整食においても著明な体重減少はなかった。栄養補助食品付加状況は、きざみ食
7人（27％）、ペースト食4人（57％）、ソフト食では10人（91％）であった。ソフト食の栄
養分析では、実際のエネルギー量が献立の65％であった。また、料理の92％は水分であっ
た。【考察】栄養補助食品を付加される患者の割合は形態が低くなるにつれて高く、ソフト
食では必要栄養量充足の目的でほとんどの患者に付加されていた。嚥下調整食自体の栄養
価を高めることが推奨されており、当院においても食事強化を行う必要があると考えられ
た。さらに、既に使用している栄養補助食品のコストを転嫁することで、濃厚流動食を使
用して栄養素密度を上げることができると示唆された。今回の結果をもとに今後、嚥下調
整食の改善を進めていく。

P2-212-8
人工呼吸器を装着している筋萎縮性側索硬化症の患者さんとご家族の外出
支援～児童指導員としてのアプローチ～
石川∙友貴（いしかわ∙ゆき）1、大森∙勇太（おおもり∙ゆうた）1、横山∙莉菜（よこやま∙りな）2、岡野∙卓（おかの∙すぐる）3、
加藤∙徹（かとう∙とおる）4、戸沢∙満（とざわ∙みちる）5、佐藤∙祐子（さとう∙ゆうこ）1、和田∙千鶴（わだ∙ちづ）6

1NHO あきた病院療育指導室、2NHO あきた病院東4病棟、3NHO あきた病院臨床工学技士室、 
4NHO あきた病院リハビリテーション科、5NHO あきた病院地域医療連携室、 
6NHO あきた病院副院長

【はじめに】A氏（60代・女性）は、人工呼吸器を装着している筋萎縮性側索硬化症の患者さ
んである。夫より、「A氏と外出をし、家族と久しぶりにゆっくり過ごしたい」と相談を受
けた。これを機に、R5年11月とR6年5月下旬（予定）にA氏と家族との外出を実施した。
児童指導員として外出支援にあたり、主治医、看護師、理学療法士、臨床工学技士、医療
社会事業専門員、サービス管理責任者、相談支援専門員と連携し、安心・安全に外出がで
きるように調整・準備を行った。また、訪問看護サービスの利用に向けても調整と準備を行っ
た。【目的】人工呼吸器を装着している筋萎縮性側索硬化症の患者さんがご家族と安心・安
全に外出できるように多職種・関係機関と連携し支援をする。【外出先】外出1回目：R5年
11月　外出先：市内ホテル（片道35分）外出2回目：R6年5月下旬（予定）　外出先：当院
隣接している交流施設【方法】上記に実施した（予定も含む）外出支援について、当日の連絡
方法や急変時対応、訪看との連携や多職種・関係機関へのアプローチや活用した社会資源
についてまとめる。【結果】多職種・関係機関と連携し、R5年11月にホテルの一室を借り、
訪問看護サービスを利用した上で外出が無事に実現し、ご家族との時間を過ごすことによ
り、A氏の生活空間の拡大やQOLの向上に繋げることができた。【考察】児童指導員として
外出を支援するにあたり、多職種・関係機関へのアプローチや社会資源を活用することは
重要であるが、A氏やご家族のニーズや想いを把握した上で働きかけていくことが、生活空
間の拡大やQOLの向上にも繋がっていくと考える。

P2-212-7
対極性思考法の創出とパーキンソン病に対する効果
井上∙真理子（いのうえ∙まりこ）1、田村∙結唯（たむら∙ゆい）1、島∙治伸（しま∙はるのぶ）2、三ツ井∙貴夫（みつい∙たかお）3

1NHO とくしま医療センター西病院四国神経・筋センター、2松山東雲女子大学人文科学部、 
3NHO とくしま医療センター西病院臨床研究部

【はじめに】当院では平成21年度よりパーキンソン病意欲高揚プログラム入院を開始してい
る。PD患者はうつ傾向が強く、種々の不安を抱いている。一方、患者自身は自分の思考が
悲観的あるいは楽観的なのかを自覚していないことがほとんどである。本研究では、自分
の思考を客観的に捉える一つの方法として対極性思考法を考案し、その効果を検討した。【対
象と方法】対象は当院に入院したPD患者44名（男性24名、女性20名、平均年齢74.4歳
±8.10）を分析対象とした。対極性思考法はある場面を患者に提示し、それを楽観的にさ
らには悲観的に考えるトレーニングである。実施は5 ～ 7名で行い、1 ～ 4週間のうちの
計4回で実施した。その前後で推論の誤り尺度（Thinking Errors Scale：以下,TES）、やる
気スコア、自己評価式抑うつ性尺度（Self-rating Depression：以下,SDS）を実施した。介
入の効果はSteel-Dwass法、重回帰分析を用いて検討した。【結果】TESの介入前の思考は、
べき思考が先読みや自己批判、深読みより有意であった（p＜0.05）。介入後ではべき思考
が自己批判、先読み、思い込み・レッテル貼り、深読みより有意であった（p＜0.05）。次に、
介入前後でやる気スコア、SDSともに有意に改善したが（p＝0.028）（p=0.007）、TESの
変化に改善はみられなかった（p=0.184）。TESとやる気スコア、TESとSDSとの間にはそ
れぞれ有意な関連は認められなかった（やる気スコア前後 p=0.062,p=0.799）（SDS前後
p=0.858, p=0.331）。【考察】PD患者はべき思考への偏りが強い傾向があった。対極性思
考法の介入により、やる気スコアとうつスコアの改善がみられた。
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P2-213-6
当院ホームページ掲載の献立表利用状況調査
川井∙凱（かわい∙がい）1、小川∙紗友梨（おがわ∙さゆり）1、島田∙真理（しまだ∙まり）1、川邉∙祐樹（かわべ∙ゆうき）2

1NHO 医王病院栄養管理室、2NHO 医王病院療育指導室

【背景と目的】当院では希望者に紙献立表を個別配布しているが、入院患者から要望があり、
2023年より病院ホームページに献立表（HP献立表）の掲載を開始した。掲載開始から数か
月が経過し、HP献立表の利用状況、その他要望等を把握し、今後の食事サービスに反映す
るためにアンケート調査を実施した。【方法】2024年5月にアンケート調査を実施した。対
象は、当院に入院する筋ジストロフィー患者を含む18歳以上の成人で、経口摂取かつパソ
コン（PC）を所有する神経筋難病患者のうち、アンケートに対して記述、若しくは口頭回答
できる方とし、自閉症、認知症の方は除外した。アンケート結果について考察した。【結果】
10名の患者にアンケート調査を実施した。HP献立表を毎日閲覧している方は3名、3日に
1回は1名、1週間に1回は1名だった。HP献立表の方が使いやすいと回答した方5名、紙
献立表が使いやすい方は2名、無回答は3名だった。また、HP献立表について家族やスタッ
フへ教えた方が2名いた。【考察】疾患の特性上、紙献立表を個別配布している患者の中に
は患者自身で確認できず、介助者に読み上げてもらい献立を知る方が多かったが、HP献立
表を患者所有のPCで好きな時に閲覧できるようになった。一方で、HP献立表の見方を覚
えられない方、PCをあまり使わない方は紙献立表が使いやすいとのことだった。HP献立
表を家族に教えた方は少なかったが、教えた方より家族が入院中の食事を知れてよいとい
う意見があった。HP献立表を周知すれば、患者家族に入院中の食事について認知してもら
えると考える。今回の結果や意見を食事サービスへ反映させ、患者満足度の向上につなげ
ていきたい。

P2-213-5
調理師による手作りおやつ提供の取り組み
篠原∙明香（しのはら∙さやか）、湯瀬∙研二（ゆぜ∙けんじ）

NHO 久里浜医療センター栄養管理室

【目的】
久里浜医療センターはアルコール依存症の他、ゲーム行動症やギャンブル行動症、うつ病
や統合失調症等の一般精神疾患を対象とした入院を受け入れている施設である。
病院全体の在院日数は令和5年度平均80.9日と入院期間が長く、これまで医療観察法病棟
を中心に患者サービスとして、野菜バイキング、小皿バイキング、おやつサービス、デザー
トサービスといった様々な取り組みを行われていた。
コロナ禍以降は、感染対策より病棟行事がすべて中止となっていたが、調理師から患者サー
ビスの再開の要望の声が上がっていた。そこで栄養管理室内で検討し、令和5年度から感染
対策をしつつ、サービスの提供を行ったため紹介する。

【方法】
今まで提供していたバイキング等は病棟での業務が中心の内容であったことから感染管理
担当看護師と協議したところ、感染面から病棟での配膳時間の短縮が求められた。配膳短
縮分の時間を厨房内での業務の充実に当てることとし、手作りおやつサービスの取り組み
を行うこととした。
調理師は手作りのおやつの提供を経験したことがなかったため、通常業務に支障がなく、
負担にならないように提供できるよう、作業工程、導線、人員配置等を検討し、試作を行った。

【結果】
行事食デザート、特別献立、病棟患者サービス、病棟レクリエーションに合わせて手作り
おやつを作成、提供することができた。栄養士、調理師と協力し配膳、患者からも喜んで
もらうことができた。

【考察】
手作りおやつの提供ができ、患者サービスの向上と共に、調理師のモチベーションの向上
にもつなげられる事ができた。今後も調理師と協力し、継続して手作りおやつの提供を行っ
て行きたい。

P2-213-4
栄養強化粥の導入と検証
飯塚∙藍里（いいづか∙あいり）、福澤∙未来（ふくざわ∙みく）、高柳∙真子（たかやなぎ∙まこ）、名和∙千紗（なわ∙ちさ）、
間瀬∙茂樹（ませ∙しげき）

NHO まつもと医療センター栄養管理科

【背景】当院では、嚥下機能低下患者に対し、『おかず半量・栄養補助食品付加』と食事指示
がでることが多い。しかし、栄養補助食品で栄養量を満たすには、それなりに数が必要と
なる。また、甘みの強い製品が多く、継続的な摂取が出来ない事例も度々見受けられた。
その度、対応に苦慮している中、お粥だけは全量摂取できる患者が多いことが目にとまっ
た。【目的】患者さんの負担なく、効率よく栄養摂取量を増やすことを目指し、摂取状況が
良いお粥の栄養量強化を図ることとした。また、創作した『栄養強化粥』による食事摂取状
況の変化と患者背景について検討した。【方法】1.タンパク質・脂質・糖質を添加できる食
品を混ぜ、官能評価により商品の選定ならびに分量を定めた。2.対象は、食事調整を図っ
てもおかずの摂取が進まず、お粥の摂取だけが良好な患者のうち、主治医の許可が得られ
た15名。栄養強化粥の受け入れ状況で良好群・不良群に分け、患者背景（年齢・診療科）の
比較、摂取割合の変化を検証した。【結果】強化前後の全粥200g当たりの栄養量は、エネル
ギー 142→265kcal、タンパク質2.4→8.4g、脂質0→4g、糖質30.8→42.2g。受け入
れ良好で毎食提供に至ったのは15名中9名。受け入れ良好群、不良群共に平均年齢は88歳。
不良群の50%が整形外科、良好群の67%が循環器内科であった。主食の摂取量は提供前後
で平均1.3倍となった。【考察・展望】栄養強化粥により、患者負担なく、効率よく摂取栄養
量を増やすことができた。また、循環器内科に患者で受け入れが良い傾向にあった。引き
続き、全患者に幅広く提供できる栄養強化粥の作成、循環器内科患者の嗜好性、背景につ
いて調査を続けていきたい。

P2-213-3
LST法を用いた濃厚流動食品へのとろみ調整食品添加による粘性の比較
臼井∙よしの（うすい∙よしの）、山田∙茉裕（やまだ∙まゆ）、小野田∙慎平（おのだ∙しんぺい）、石川∙順子（いしかわ∙じゅんこ）、
倉野∙正志（くらの∙まさし）

NHO 東名古屋病院栄養管理室

【目的】当院の回復期リハビリテーション病棟には、嚥下機能障害を認める患者が多い。栄
養管理を行う上で、濃厚流動食品にとろみを添加する必要がある症例を経験する。しかし、
濃厚流動食品に対してのとろみ添加の基準はない。そこで、濃厚流動食品に対してとろみ
の添加を行い、添加量と粘性の変化を比較調査した。【方法】濃厚流動食品4種類と比較対
象として水を用いた。とろみ調整食品はキサンタンガム系のとろみ調整食品を使用した。
濃厚流動食品の分量は100mlに設定した。とろみ調整食品の添加量は、学会分類2021の
基準に従った添加量の目安を使用した。とろみ調整食品添加後、1分間撹拌し、とろみ付き
試料を作成した。とろみ付き試料の10分後・40分後の粘性をLST法で測定した。LST値は
2回測定し、平均値の値を測定値とした。【結果】全ての濃厚流動食品にとろみ付けを行うに
あたり、水に比べて多くのとろみ調整食品の添加が必要であった。高濃度の濃厚流動食品
は時間経過とともに急激に粘性が増大する傾向にあった。脂質含有のない濃厚流動食品に
おいては、時間経過による変化は得られず、とろみ調整食品の添加量を増やしても十分な
粘性を得ることはできなかった。【考察】濃厚流動食品はとろみ調整食品による添加量の調
整が難しいため、嚥下機能が低下している患者が飲用する際には注意が必要であることを
再認識できた。当院では、液体にとろみ調整食品の添加が必要な患者が多い。今後は、濃
厚流動食品ごとのとろみ調整食品添加の目安量を検討していきたい。
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P2-214-2
肺Mycobacterium avium complex症におけるエサンブトールの減感作
療法についての後方視的検討
小林∙岳彦（こばやし∙たけひこ）1、露口∙一成（つゆぐち∙かずなり）1,2、田中∙悠也（たなか∙ゆうや）2、倉原∙優（くらはら∙ゆう）1,2、
滝本∙宣之（たきもと∙たかゆき）1,2、新井∙徹（あらい∙とおる）1

1NHO 近畿中央呼吸器センター臨床研究センター、2NHO 近畿中央呼吸器センター内科

【背景】多剤併用化学療法を行う抗酸菌診療では、治療薬継続のための副作用マネージメン
トが重要である。肺Mycobacterium avium complex（MAC）症の治療薬のなかでエサン
ブトールはマクロライド薬剤に次いで重要な薬剤である。しかし、薬疹が出現した場合の
エサンブトールの減感作療法についての報告は少ない。【目的】肺MAC症におけるエサンブ
トールの減感作療法の有効性について後方視的に調査を行う。【方法・目的】単施設後方視的
検討。当院で2011-2022年に肺MAC症と診断・治療を行った症例の中、薬疹を理由に休
薬をし、エサンブトールを初期投与量減量から増量する方法（減感作療法）が行われた症例
を対象とした。エサンブトールを標準投与量まで増量して治療継続出来た場合を減感作療
法成功と定義した。【結果】17例で減感作療法がおこなわれていた。減感作療法成功例は7
例（41.2％）であった。初期投与量（10,25,50,125,250MGが1,3,5,1,3,4例）や最終投与
量（250,375,500,750MGが2,3,6,6例）は治療成功との関連性はなかった。なお、減感作
療法から治療中断までの期間は中央値47（IQR30-70）日であった。【結語】エサンブトール
は、減感作療法による再導入成功率は41.2％であった。

P2-214-1
アミカシン硫酸塩吸入用製剤の使用状況と治療継続への寄与を目指して
山口∙絢香（やまぐち∙あやか）、川上∙侑希（かわかみ∙ゆき）、小林∙早苗（こばやし∙さなえ）、阿部∙正樹（あべ∙まさき）、
岸本∙歩（きしもと∙あゆみ）

NHO 近畿中央呼吸器センター薬剤部薬剤科

【目的】肺MAC（Mycobacterium avium complex）症の治療において、標準治療で効果不
十分な場合にアミカシン硫酸塩吸入用製剤（以下ALIS）が選択肢の一つとなる。ALISはアミ
カシンをリポソーム化した薬剤であり、専用のラミラ®ネブライザシステムを用いて自宅
で吸入することができるが、手技の複雑さもあり当院では入院にて導入を行っている。今回、
ALIS治療継続への寄与を目指し、外来移行後の継続状況について調査した。【方法】2021
年1月から2023年12月までにALISを導入した患者を対象に、入院日数、有害事象の有無、
継続状況について診療録より後方視的に調査した。【結果】対象患者は47名（男性8名/女
性39名）、年齢中央値71（38-86）歳であった。平均入院日数8（4-16）日、退院後の継続
状況は治療終了5名、継続31名、中止7名、死亡3名、転医1名であった。中止の7名の
うち6名は有害事象により、1名は患者希望のためであった。また主な有害事象は発声障害
23名、倦怠感・発熱7名、過敏性肺炎1名であり、倦怠感・発熱は70歳以上でのみ認めた。
また有害事象による隔日投与への減量は11名、休薬は8名であった。【考察】手技の理解不
足による継続困難例はなく、入院中の薬剤師の吸入指導が適切であったと考える。最も多
い有害事象は発声障害であり、年齢に関係なく出現していた。吸入タイミングを変更する
ことで症状を緩和できた症例も見られたため、有害事象への対応策についての指導も重要
と思われる。ALISを初めて扱う院外薬局も多いため、入院中の吸入手技の習得状況や有害
事象の出現状況、その対応策などの情報を提供することで、外来移行後の治療継続に寄与
していきたい。

P2-213-8
消費者物価指数と病院食1食単価指数の比較検討～栄養業務量として調査
されない管理栄養士による経費削減対策の効果～
近藤∙高弘（こんどう∙たかひろ）

NHO 長崎病院栄養管理室

【目的】
歴史的な物価高騰により過去に類を見ない食材料費の上昇が続いている。価格上昇を抑え
るだけでなく患者満足度を低下させない対策が求められ､ 当院では献立内容を見直すなど
給食業務に費やす時間は増加しており､ 他施設も同様の状況と考えられる。しかし､ 経費
削減に関わる給食業務は､ 管理栄養士の業務量としてカウントされず評価されることのな
い見えない努力といえる。そこで、当院で実施した経費削減対策の効果を検証し報告する。

【方法】
2022年4月～ 2024年3月に経費削減対策を実施。2020年の平均価格を基準とした消費
者物価指数を参考に､ 2020年の1食単価の平均を基準とし病院食1食単価指数を算出。対
策を講じなかった場合を想定したスタンダードチェンジ群、実際に対策を講じたストロン
グチェンジ群の2群に分け、病院食1食単価指数、1食単価、食材料費、1食単価九州グルー
プランキングについて比較した。

【成績】
2年間で50品目の食材を変更。スタンダードチェンジ群（病院食1食単価指数113.3±6.3、
1食単価302.2±16.9円、食材料費151,677,936円、九州グループランキング14位）vs
ストロングチェンジ群（病院食1食単価指数111.4±5.8、1食単価297.3±15.4円、食材
料費149,258,704円、九州グループランキング8位）であった。病院食の物価変動は、一
般家庭で使用する食材の物価変動と強い相関を認めた（病院食1食単価指数vs消費者物価指
数：r＝0.708、P＜0.00011）。

【結論】
管理栄養士が2年間で実施した対策により、病院食の物価を平均1.9％抑制、1食単価を平
均4.9円削減、食材料費を2,419,232円削減した。病院食の物価変動と相関する消費者物
価指数は上昇トレンドのため、引き続き経費削減のための対策が求められる。

P2-213-7
特別食加算の算定率向上に向けた取り組み
大西∙美夢（おおにし∙みゆ）、西原∙麻菜（にしはら∙まな）、高橋∙美羽（たかはし∙みう）、永野∙由香里（ながの∙ゆかり）

NHO 愛媛医療センター栄養管理室

【はじめに】特別食加算とは、患者の疾患に対応して医師が食事箋を発行し、患者の疾病治
療目的に適切な食事を提供することを評価した加算である。当院では医事課から特別食加
算の病名がある患者リストを提供してもらい、管理栄養士から医師への働きかけを行って
いる。令和5年度は前年度に比べて算定率が14.6%から16.6％に増加した。算定率が増加
したと考えられる背景について調査したので報告する。【方法】令和5年6月から令和6年
4月に入院した患者のうち、特別食加算の病名がある患者リストの中で加算対象の食種へ
変更できた人数および変更できなかった人数を調査した。変更できなかったものについて
は変更できなかった要因を調査した。【結果】患者リストのうち加算食に変更できた割合は、
令和5年6月が68.6％、令和6年4月では84.6%と上昇した。入院早期から主治医指示に
て加算食が提供されていた割合は、45.1％から80.0％、管理栄養士から医師への働きかけ
によって加算食になった割合は、主治医指示にて加算食が提供されている事例が増えたこ
とで23.5％から4.6％へと減少した。また、非加算食の提供を継続した割合は31.4％から
15.4％と減少し変更できなかった理由は、嚥下食であったことや食欲不振等のためであっ
た。【考察】昨年度から管理栄養士の病棟における活動が増え、よりタイムリーな食事介入
や食事変更が可能となった。医師を含めた医療スタッフとの関わりが増加し以前より密な
情報共有ができるようになってきたことで、入院早期から患者に適した食事を提供する機
会が増加した。今後も従来の取り組みを継続するとともに、他部門と連携し算定率向上の
ために取り組んでいきたい。
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P2-214-6
脳結核併発粟粒結核患者のリハビリテーションからの視点
小田∙洋子（おだ∙ようこ）1、今村∙克彦（いまむら∙かつひこ）1、片平∙雄之（かたひら∙かつゆき）2、
若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）2

1NHO 大牟田病院リハビリテーション科、2NHO 大牟田病院呼吸器内科

【はじめに】脳結核併発粟粒結核で自宅退院した症例のリハビリテーション（以下リハ）を担
当した。粟粒結核は血行性に感染する重症の結核症である。今回脳結核併発された症例を
通してリハのかかわりについて考える機会を得たので報告する。【症例】70代女性　診断
名：粟粒結核・脳結核　既往：肺結核（小学校1年）高血圧、慢性心房細動・第12胸椎（以
下TH12）圧迫骨折【経過】20XX年3月TH12圧迫骨折により5月末まで他病院入院加療後
自宅退院された。6月Y日18時頃トイレ移動中にふらつき背中を反った状態となり近医に
緊急搬送された。搬送時38℃の発熱を認め胸部CT検査が施行された。粟粒結核疑いにて
6月Y＋4日当院入院となった。入院時より歩行障害と認知機能障害を認め、頭部MRI施行
後脳結核併発の診断でリハ介入開始となった。初期悪化の影響もあり、一時的に身体機能
と認知機能低下を生じ寝たきり状態となったが、脳結核の薬剤効果に加えリハ介入するこ
とによりすみやかに歩行自立し自宅退院となった。【結語】入院初期の状態により身体的評
価と積極的なリハ介入は、症例の転帰に大きく影響したことを学んだ。

P2-214-5
細菌性肺炎の重症度評価に対する単球分布幅（MDW）の有用性に関する後
方視的検討
若松∙謙太郎（わかまつ∙けんたろう）1、永沢∙善三（ながさわ∙ぜんぞう）2、永田∙忍彦（ながた∙のぶひこ）3、
熊副∙洋幸（くまぞえ∙ひろゆき）4、香月∙耕多（かつき∙こうた）5、前田∙美保子（まえだ∙みほこ）5、竹山∙朋希（たけやま∙ともき）5、
清谷∙るりこ（きよたに∙るりこ）1、福井∙いづみ（ふくい∙いづみ）1、合瀬∙瑞子（おうせ∙みずこ）1、片平∙雄之（かたひら∙かつゆき）1、
野田∙直孝（のだ∙なおたか）1、大塚∙淳司（おおつか∙じゅんじ）1、福山∙聡（ふくやま∙さとる）1、出水∙みいる（いずみ∙みいる）1、
川崎∙雅之（かわさき∙まさゆき）1

1NHO 大牟田病院呼吸器内科、2国際医療福祉大学福岡保健医療学部医学検査学科、 
3福岡山王病院呼吸器内科、4NHO 大牟田病院放射線科、5NHO 大牟田病院検査科

背景: 肺炎の重症度評価や予後予測にPCTの有用性が多数報告されているが、検査時間が
長いことやコストがかかることから低コストで早期に評価できるバイオマーカーが必要で
あると考えられる. 近年, 救急診療において早期に感染症を診断し, 重症度を把握するため
単球サイズ分布幅（MDW：Monocyte Distribution Width）が注目されるようになった.白
血球分類は約1 分間程度で分類できるため, 頻繁に日常診療で測定されている. MDW は
追加試薬および追加検査オーダーの必要もなく, 白血球分類と共に出力されるため, 日常診
療の検査範囲内で簡便に細菌性肺炎の重症度評価できる可能性がある.方法: 2023年4月
～ 2023年12月までに当院に入院し, 細菌性肺炎と診断された77症例を対象にSOFAス
コア、ADROPスコア、PSIスコアで重症度評価を行い, MDWの有用性について検討した. 
結果：多変量解析の結果, ADROPスコア, PSIスコア, SOFAスコアを基準にWBC, CRP, 
MDW, PCTについて重症度評価を行った結果, PCTがいずれにおいても最も優れている
可能性が示唆された.また, PCTとMDWは強い相関（r=0.7072, p＜0.001）が認められ
た.結論: 従来報告されているように細菌性肺炎の重症度評価にはPCTが最も優れている可
能性が示唆されたが, MDWはPCTと比較し, 低コストで白血球分類と共に早期に検査結果
が出力されるため, 日常診療において細菌性肺炎の重症度評価に有用である可能性が示唆さ
れた.

P2-214-4
菌球形成を認めた慢性肺スエヒロタケ症の1例
加藤∙貴史（かとう∙たかふみ）1,2、伊藝∙博士（いげい∙ひろし）1、深見∙武史（ふかみ∙たけし）3、木谷∙匡志（きたに∙まさし）4、
蛇澤∙昌（へびさわ∙あきら）2、鈴木∙純子（すずき∙じゅんこ）1、渡辺∙哲（わたなべ∙あきら）5、大島∙信治（おおしま∙のぶはる）1、
守尾∙嘉晃（もりお∙よしてる）1、松井∙弘稔（まつい∙ひろとし）1

1NHO 東京病院呼吸器内科、2NHO 東京病院臨床研究部、3NHO 東京病院呼吸器外科、 
4NHO 東京病院臨床検査科、5千葉大学真菌医学研究センター臨床感染症分野

症例は59歳男性。慢性咳嗽と血痰を主訴に前医を受診した際に、未治療の糖尿病（HbA1c
値 12.2%）を指摘された。胸部CT上、右上葉に壁の不正な空洞影を認め、喀痰培養では真
菌が発育したが、同定は至らなかった。精査加療目的に、当院呼吸器内科を紹介受診した。
当院での胸部CTでは、右上葉の空洞内に菌球の増大を認め、気管支洗浄検体の培養では、
白色綿毛状のコロニーの形成を認めた。βDグルカン、アスペルギルス抗原・抗体は陰性
のため、起因菌の同定目的に、菌株を千葉大学真菌医学研究センターに送付し、DNAシー
ケンシングにより、スエヒロタケ（Schizophyllum commune）と同定した。ボリコナゾー
ルの投与を行うも効果は乏しく、喀血を来したため、右上葉切除術を施行した。病理検査
では、糸状真菌の集簇を認めるも、組織侵襲は確認されなかったため、慢性肺スエヒロタ
ケ症と確定診断した。術後9か月間はボリコナゾール投与を継続した後に中止し、その後再
発は認めていない。術前後の抗スエヒロタケIgG抗体価を測定したところ、術前は陽性で、
術後、時間とともに低下傾向を示した。本症例は、教育的所見として、「肺アスペルギルス
症を疑う画像所見にもかかわらず、血液検査所見が矛盾し、培養にて白色綿毛状のコロニー
を呈した際には、スエヒロタケ症を鑑別する必要があること」、および新規の知見として、「抗
スエヒロタケIgG抗体の測定が、慢性肺スエヒロタケ症の診断や治療効果の判定に有用で
ある可能性を示唆すること」を有し、臨床的な重要性があると考え、報告する。

P2-214-3
非結核性抗酸菌症の経過観察中に筋無症候性皮膚筋炎による間質性肺炎を
発症した症例
金子∙未波（かねこ∙みなみ）、奈良岡∙妙佳（ならおか∙たえか）、天満∙紀之（てんま∙としゆき）、中村∙慧一（なかむら∙けいいち）、
鳴海∙圭倫（なるみ∙よしつぐ）、堂下∙和志（どうした∙かずし）、藤田∙結花（ふじた∙ゆか）、藤兼∙俊明（ふじかね∙としあき）、
辻∙忠克（つじ∙ただかつ）

NHO 旭川医療センター呼吸器内科

【症例】64歳女性【現病歴】X-16年より当科外来にて、非結核性抗酸菌症（NTM）の診断でフォ
ローされていた。X年10月ごろより咳嗽の増加を認めた。精査目的で撮影した胸部CTで、
新規の網状影を認めた。血液検査でKL-6が1029U/mLと上昇を認め、間質性肺疾患が疑
われたため精査目的に入院となった。【生活歴】喫煙歴：なし、飲酒歴：ワインを1日1杯、
アレルギー：なし、職業歴：専業主婦【入院後経過】身体診察で右肘伸側にゴットロン徴候、
両手の母指と示指に機械工の手が確認されていた。後日、肺病変の評価目的に左肺下葉か
ら生検が行われ、抗ARS抗体陽性の筋無症候性皮膚筋炎に合併した膠原病肺の診断に至っ
た。診断後、プレドニゾロン0.5mg/kg/dayで治療を開始し、胸部画像所見と呼吸器症状
は改善が得られた。現在も外来でプレドニゾロン漸減を継続している。【考察】本患者は皮
膚症状と筋炎特異的自己抗体陽性という検査結果から筋無症候性皮膚筋炎の診断に至って
いる。幸いにも当該疾患の予後不良因子に該当項目はなかったが、64歳と比較的若いため
今後のフォロー期間は長期と予想する。筋炎と肺病変の経過次第では免疫抑制剤を併用す
る可能性もあり、ステロイドと免疫抑制剤の併用による播種性NTMも懸念事項となるので
注意を要する。【結語】非結核性抗酸菌症の経過観察中に筋無症候性皮膚筋炎による間質性
肺炎を発症した症例を経験した。
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P2-215-2
整形外科病棟管理における診療看護師（JNP）の活動～麻酔科での業務経験
を生かして
川村∙知也（かわむら∙ともや）1、安村∙里絵（やすむら∙りえ）2、森岡∙秀夫（もりおか∙ひでお）3

1NHO 東京医療センタークリティカルケア支援室、2NHO 東京医療センター麻酔科、 
3NHO 東京医療センター整形外科

【目的】当院は高度・急性期病院であり、全身麻酔での手術件数は整形外科が一番多い。当
院ではJNPが2012年から採用され、2023年度に初めて整形外科病棟に配属された。整
形外科病棟配属のJNPが実施した特定行為の件数と業務内容を報告する。【方法】整形外科
病棟で、麻酔科経験7年の診療看護師1名が2023年4月1日～ 9月30日の期間中に実施
した特定行為の件数と業務内容を単純集計した。【結果】特定行為の実施件数は「直接動脈穿
刺法による採血」14件、「末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入」9件、「脱水症状に
対する輸液による補正」9件だった。業務内容は、術後管理420名、ガーゼ交換を含む処置
226件、リハビリ実施計画書の説明218名、内服薬・点滴の代行処方216件、病棟看護師
からの相談対応161件、検査オーダー 99件、患者状態変化（発熱、血圧低下、転倒等）の
対応は22件であった。【考察】整形外科病棟では、医師は外来診療以外に手術により病棟不
在の時間が多くなるため代行業務が多く、特に処置、説明や処方が多くみられた。一方で、
特定行為は3項目のみの実施であった。術後管理では主に疼痛管理をおこなった。整形外科
手術では、腹部手術と異なり硬膜外麻酔を併用することが少なく術後疼痛管理に難渋する
ことがある。麻酔科での経験がある著者は、術式や麻酔記録から術後の疼痛の程度をある
程度予測でき、かつ整形外科病棟に常駐していたことから病棟帰室直後に診察し、すぐに
適切な鎮痛薬の投与が可能であった。【結語】整形外科病棟では特定行為以外の代行業務が
多く、麻酔科での経験を生かしての術後疼痛管理も多く実施していた。

P2-215-1
A病院における診療看護師の卒後研修に関する報告
高橋∙知子（たかはし∙ともこ）

NHO 大分医療センター統括診療部

【はじめに】A病院は地域医療の中核を担う体制を備えた二次救急指定病院、地域医療支援
病院に指定されており、急性期病棟からの在宅復帰や緊急時の受け入れを行う地域包括ケ
ア病棟と訪問看護ステーションを併設している。令和4年4月より診療看護師（以下、JNP）
として初めて所属し行った卒後研修について報告する。【活動方法】初年度は慢性疾患の多
くを診療する内科系診療科を主として研修を行い2年目は救急医療及び地域のプライマリ
ケア研修を行った。特定行為は症例を通じて17行為の手順書を作成し、各診療科の特徴的
な手技を経験することができたが循環器関連、呼吸器関連、瘻孔管理技術は症例が少なく
経験できなかった。救急医療では救急専門医はいないが診療科医師指導のもと診察診断の
過程を学んだ。地域のプライマリケア研修は、併設する訪問看護ステーションを主として
活動後、プライマリ領域で活動する診療看護師が所属する病院へ依頼し2日間研修を行っ
た。JNP資格は未だ社会的認知度が低く医師を含め、周囲へ役割や業務内容が認知されて
いない現状がある為、研修開始時に医師へ目的を説明した上で習得したい知識、技術を具
体的に説明し、管理看護師に対し研修活動報告を行い認知向上に努めた。【今後の課題】研
修を通してJNPへの認知と理解が高まり、診療科医師の治療管理の思考を学びJNPとして
の判断力、スキルが高まったと実感できた。今後は地域支援病院の特徴を生かし医師と連携・
分担しながら患者を統合的にアセスメントし、訪問看護ステーションや地域と連携を行い
JNPとしての役割を確立していきたい。さらに看護師教育へ積極的に参加し看護の質の向
上に寄与したい。

P2-214-8
喘息患者Th2細胞におけるZFP36ファミリー発現低下はサイトカイン産
生と接着分子の発現を増強させる
五十嵐∙彩夏（いがらし∙さやか）1、鈴川∙真穂（すずかわ∙まほ）1、上原∙有貴（うえはら∙ゆうき）2、峰岸∙正明（みねぎし∙まさあき）1、
長瀬∙洋之（ながせ∙ひろゆき）2

1NHO 東京病院臨床研究部、2帝京大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー学

【背景】喘息における慢性気道炎症には、炎症性サイトカインが重要な役割を果たす。
RNA結合タンパク質のひとつであるZinc finger protein 36（ZFP36）ファミリーには、
ZFP36、ZFP36L1、ZFP36L2が含まれ、炎症を制御することが報告されている。【目的】
本研究は、喘息におけるZFP36ファミリーの役割を明らかにすることを目的とし、特に2
型炎症に重要なTh2細胞とZFP36ファミリーの関係を明らかにする。【結果】リアルタイ
ムPCR解析により、ZFP36ファミリー mRNAはヒト白血球で高発現していることが明ら
かになった。GEOデータベースの公開データセットを用いた遺伝子発現解析では、喘息
患者Th2細胞においてZFP36ファミリー mRNAの発現が健常対照群と比較して有意に低
下していた。ZFP36ファミリー siRNAを遺伝子導入したTh2細胞は、炎症性サイトカイ
ンIL-5、IL-8、IFN-γ、CCL3 ／ MIP-1α、CCL4 ／ MIP-1β、TNF-αの産生、接着分子
CCR4（CD194）およびPSGL-1（CD162）の発現が亢進した。また、Th2細胞にIL-2、4、
15を作用させると、ZFP36ファミリー mRNAの発現が有意に抑制され、逆に副腎皮質ス
テロイドを作用させると有意に増強された。【考察】喘息患者におけるZFP36ファミリー遺
伝子の発現低下は、サイトカイン産生、接着分子発現増強により、気道炎症の病態形成に
関与している可能性がある。従って、ZFP36ファミリーは喘息を含む炎症性疾患の治療標
的となる可能性がある。

P2-214-7
当院における新型コロナウイルス感染症の結核に対する影響の検討
伊東∙亮治（いとう∙りょうじ）、田邉∙美由紀（たなべ∙みゆき）、仙波∙真由子（せんば∙まゆこ）、三好∙誠吾（みよし∙せいご）、
佐藤∙千賀（さとう∙ちか）、渡邉∙彰（わたなべ∙あきら）、阿部∙聖裕（あべ∙まさひろ）

NHO 愛媛医療センター呼吸器内科

【目的】COVID-19流行による結核診療への影響を検討する。【方法】当院で行っている結
核入院患者の前向きコホート研究に登録された結核患者を対象とした。2018年10月から
2019年12月までに結核で当院に入院した症例をコントロール群、2020年1月から2023
年5月までに入院した症例を流行期群、2023年5月以降（5類感染症移行後）に入院した症
例を移行期群とした。流行期群、移行期群それぞれとコントロール群との入院時患者背景
を比較検討した。【結果】コントロール群は48名、流行期群は147名、移行期群は35名で
あった。結核の症状出現から初診までの期間が2カ月以上（受診の遅れ）の症例の割合はコ
ントロール群で20.8%、流行期群で11.6%（p=0.106、vs コントロール群）、移行期群で
14.3％（p=0.444、vs コントロール群）であった。受診から診断までの期間が1か月以上（診
断の遅れ）の症例の割合はコントロール群で12.5％、流行期群で25.2％（p=0.066 vs コ
ントロール群）、移行期群は31.4％（p=0.035 vs コントロール群）であった。【まとめ】当
院の結核診療においてCOVID-19流行により診断の遅れた患者が増加した。COVID-19が
5類感染症に移行後もその傾向が続いていた。
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P2-215-6
認知症看護認定看護師による術前介入が肝胆膵悪性腫瘍患者のせん妄発生
に与える影響
塔岡∙愛弓（とうおか∙あゆみ）、安部∙智之（あべ∙ともゆき）、野村∙拓司（のむら∙たくじ）、豊田∙和弘（とよた∙かずひろ）

NHO 東広島医療センター 2病棟

【はじめに】肝胆膵手術には高難度手術が多く、長時間手術や術中大量出血となることで術
後せん妄が高率に引き起こされる。術後せん妄がルートやドレーン管理を難渋させるだけ
でなく、昼夜逆転によるリハビリ遅延で在院日数延長につながることがある。【目的】我々
は肝胆膵手術の術前、特に消化器外科の外来受診時から認知症看護認定看護師が患者本人
と家族に術後せん妄に関する説明とせん妄予防に対する介入を行うことで、術後せん妄発
生に与える影響を検討した。【対象と方法】2023年1月～ 10月において肝胆膵悪性疾患の
患者を対象とした。術前にせん妄に関する説明を行った。また、簡易認知機能検査（キツネ・
手ハト）とせん妄ハイリスク薬剤に対する介入を行った。術後せん妄発生率などについて検
討を行った。倫理的配慮はA病院の倫理委員会の承認を受けている。【結果・考察】術前せん
妄予防介入を行った22例の内、男性18例、女性4例で平均年齢は72歳あった。せん妄発
生ハイリスク薬剤として、ベンゾジアゼピン系薬剤1例、H2ブロッカー 2例であった。こ
れらの薬剤は全て他剤に変更した。また、せん妄ハイリスク要因となる認知症は1例に認め
た。簡易認知機能検査においては、キツネの模倣は2例、手ハトの模倣は5例で不可であった。
模倣不可の患者の内、2例に術後せん妄が発生した。いずれの症例も術前から認知症ケアチー
ムの介入があり、せん妄の対応を迅速に行うことができたため入院期間の延長を認めなかっ
た。【結論】術前にせん妄発生に関する介入を行うことで、ハイリスク症例を事前に抽出す
ることができた。簡易認知機能検査は術後せん妄発生に有用な予測システムであった。

P2-215-5
がん看護系の専門看護師（以下、CNS）・認定看護師（以下、CN）による－
アピアランスケアを行う看護師への支援活動について－
田中∙雅子（たなか∙まさこ）、坂井∙みさき（さかい∙みさき）、川端∙朋加（かわばた∙ともか）、荒木∙由香里（あらき∙ゆかり）、
山口∙牧子（やまぐち∙まきこ）、上村∙直子（かみむら∙なおこ）、秀島∙侑里花（ひでしま∙ゆりか）

NHO 京都医療センター看護部

【はじめに】
がん看護系CNS・CNがアピアランスケアの提供不足を改善するためスタッフ看護師へケ
アの勉強会を開催した。また、各部署のスタッフ看護師、看護師長と実践の振返りを行い、
各部署の看護師に対するCNS・CNによる支援のニーズを見出すことが出来たので報告す
る。

【方法】
CNS・CNがグループを組み、年度初めに11部署を訪問し、スタッフ看護師に対しケアの
目的とパンフレットを用いた患者への説明について各15分間のレクチャーを行った。その
後、後期始めに各部署で前期の実践を振返るカンファレンスを実施した。看護師長の管理
的視点が実践上の課題の明確化及び対策検討に必要であると考え、カンファレンスは看護
師長も参加するとした。

【結果】
振返りでのスタッフ看護師の意見では「ケアのタイミングが図れない」「薬剤毎の脱毛など
のリスクの高さがわからない」、看護師長の意見は「経験年数の少ない看護師にはベテラン
と同じような実践が難しい」「外見の変化について患者への話しかけ方がわからない」であっ
た。今後の対策への意見の中で、CNS・CNに求める支援については「CNS・CNによる実
際場面を想定したレクチャーがよい」という意見があった。

【考察】
経験年数の少ないスタッフ看護師に対して、未経験のケアの知識・技術を実践の場で伝え
るOJTがCNS・CNへの支援ニーズである。外見の変化は自己イメージの低下を伴うため、
患者の気持ちに対し関わっていくコミュニケーションが求められる。そのため、実際の場
面での教育を行うことが必要である。

【まとめ】
各部署の現状、各部署がCNS・CNに求めるニーズを捉え、的確な支援を行っていきたい。

P2-215-4
認定看護師のコンサルテーション依頼の増加に向けた取り組み
澤田∙舞（さわだ∙まい）

NHO 神奈川病院呼吸器外科・呼吸器内科・結核ユニット

背景・目的　当院には認定看護師が5名在籍しているが、そのうち2名は専従として勤務し
ており、残りの3名は病棟と兼任し勤務している。専従以外の認定看護師へのコンサルテー
ション依頼件数が少なく、病棟に認定看護師が直接出向き、リンクナースや病棟のその日
のリーダーナースなどから、病棟の問題点や対応困難な患者についての情報などを聞き取
り介入している現状であった。コンサルテーションの依頼を増加させるためには、コンサ
ルテーションの依頼方法をスタッフ全員が周知し、気軽に依頼できる環境を調整すること
が必要であると考えた。そこで、病棟のスタッフから積極的にコンサルテーション依頼が
できるよう、運用フローチャートを作成し、コンサルテーション依頼の運用方法を再度院
内全体に周知した。また、各分野でコンサルテーション依頼の具体的な内容について記載
した用紙を配布し、周知した。今回、コンサルテーションの依頼が増加する取り組みにつ
いての効果を検討したのでここに報告する。結果　活動開始前の令和4年度には依頼件数
が3分野合わせて16件であったが、令和5年度は26件となった。また、病棟に運用フロー
チャートを配布し、周知したことで、病棟看護師からの依頼件数が増加した。考察　取り
組みを実施し、コンサルテーションの依頼件数は、徐々にではあるが、増加傾向にある。
しかし、増加件数は緩徐であり、取り組みを継続していく必要があると考える。また、気
軽に相談できる環境の調整についても、リンクナースなどを活用し、調整していく必要が
ある。今回の取り組みについては、院内のみであったため、院外に向けても活動の幅を広
げていくことが今後の課題である。

P2-215-3
当院診療看護師が行う相対的医行為の承認システム構築と脳神経外科での
実践
坪根∙瞳（つぼね∙ひとみ）1、甲斐∙哲也（かい∙てつや）2

1NHO 九州医療センター脳神経外科、2NHO 九州医療センター統括診療部

医行為のうち医師（又は歯科医師）が常に自ら行わなければならないほど高度に危険な行為
を絶対的医行為といい、それ以外を相対的医行為という。相対的医行為を医師以外の医療
従事者に行わせるか否かは、医療従事者の能力を勘案した医師の判断によるとされている。
当院では2012年度より診療看護師（JNP）が在籍し、救急科で活動を始めた。現在、JNP
は7名まで増加し、救急科以外の診療科へも配属されている。JNPの活動が拡がる過程で、
医師の具体的指示の下に相対的医行為を実践する場面が増加してきたが、医師の働き方改
革に伴ってJNPへのタスクシフトがさらに求められ、新たな相対的医行為実施の需要が増
えると予想された。これまで新たな相対的医行為を実施する場合には、都度、所属診療科
医師や医療安全管理者等と協議してきたが、内容が院内全体に周知される機会はなかった。
そこで、過去に当院JNPが医師の具体的指示により行ってきた相対的医行為を明らかにし、
今後新たに相対的医行為を実施する場合の承認システムの構築を行った。この承認システ
ムにより、JNPの活動内容が多職種によって監査され、医療安全面でのチェック機能を果
たすとともに、JNPによる具体的な活動内容が周知されることで、患者のニーズに合わせ
てより適切にタスクシフトが行われるのではないかと考えている。今回は、当院JNPが医
師の具体的指示下で行う相対的医行為の承認システム構築までの過程と、システム運用後
に脳神経外科で新規申請した相対的医行為（カテーテルシース抜去後の枕子圧迫の解除、脳
神経外科領域のドレーンの管理及び抜去、脳室-腹腔シャントおよび腰椎-腹腔シャントの
圧調整）の実施状況について報告する。



798

P2-216-1
療養介護病棟における支援ニーズに関する情報共有シートの効果
榎本∙拓哉（えのもと∙たくや）、宇佐美∙翔子（うさみ∙しょうこ）、佐藤∙宇忠太（さとう∙うちゅうた）、赤塚∙敬太（あかつか∙けいた）、
川崎∙僚太郎（かわさき∙りょうたろう）

NHO 西新潟中央病院療育指導室

【目的】当院では神経筋難病等の利用者を対象とした療養介護サービス（通称：さくら）を運
営している。利用者は、原病による運動機能や会話等による制限、幅広い年齢層、多様な
家族状況があり個別的な支援が不可欠であるが、日々変化するニーズを支援者間で共有す
ることが課題となっている。そのため、2022年度よりサービス管理責任者と看護職、療
養介助職などの支援者間で利用者の支援ニーズの共有、や自己決定支援等の向上を目的と
した「情報共有シート」を運用している。同シートの運用状況とその効果を報告する。【方
法】運用傾向を把握するため、記述内容を「身体障害者ケアガイドライン」に基づき分類し
た。分類の信頼性は生活支援員2名による一致率についてScott’s　Piを算出し検討した（信
頼性確保の基準80％）。【結果】情報共有シートの記述90件を対象に分類を行った（Scott’s　
Pi：82．2％）。個別支援計画へ反映された記述は59件であった。比率は、生活基盤1．7％（n
＝1）、健康1．7％（n＝1）、日常生活69．5％（n＝41）、社会参加11．9％（n＝7）、家
族支援15．3％（n＝9）であった。支援ニーズとしては「日常生活」に関する領域が約7割
を占め、なかでも利用者の選好等による趣味、嗜好品に関する記述が多い結果となった。【考
察】シートでの情報共有内容の6割が個別支援計画書に反映しており一定の効果があったと
考える。令和6年度障害福祉サービスの報酬改定等により利用者の意思決定支援が重要視さ
れており、より効率のよい支援ニーズの共有方法を目指し、シートの有効性が示され、さ
らなる改善を検討したい。

P2-215-9
A病院で放射線治療を受ける患者の初診時の治療に対する疑問－がん放射
線療法看護認定看護師の立場から今後の課題を考える－
佐藤∙晶子（さとう∙しょうこ）、板井∙弓枝（いたい∙ゆみえ）

NHO 大分医療センター外来

【背景と目的】A病院は大分県東部地域で唯一放射線治療（以下治療）を実施しており、根治
目的の治療期間中のみ受診する患者が多い。そのため治療を受ける患者の初診時の疑問に
ついて内容を分析し、がん放射線療法看護認定看護師としての課題を明確にする。【方法】
令和5年10月1日から令和6年3月31日にA病院で治療を受けた全患者に質問票を用いた
聞き取り調査を行い、疑問に関する発言を質的に分析した。【結果】治療に関して全員が「前
にした人に聞いた」「ネットで調べた」と回答したが「詳しくわからない」と話した。疑問は
34のコードから10のカテゴリーが形成された。「治療開始時期、時間を知りたい」「副作
用の内容、程度、日常生活への影響を知りたい」「治療回数、具体的な方法を知りたい」「副
作用の対処法を知りたい」「治療終了後の注意点を知りたい」「緊急時の対応を知りたい」

「休日期間に関する疑問」「治療継続や再発への不安」「入院治療の希望」「治療方針への疑
問」が抽出された。【考察】周囲の環境や様々な媒体から情報を取り入れやすくなったこと
で、患者は受診までに治療について自ら調べていたことがわかった。しかし治療体制が事
前に分からないことが仕事や日常生活などの社会的背景と合わせてイメージできず疑問に
繋がっていた。また、治療終了後、前医再診まで期間が長いことが治療後に関する疑問に
繋がった要因の一つと考える。そのため、治療終了後にも前医との連携を継続し、途切れ
ない支援を保証する必要がある。【課題】1.患者パンフレットを前医受診中から閲覧できる
連携体制の構築とホームページでの掲載2.治療経過や今後の注意点を前医に情報提供する
連携体制の構築

P2-215-8
専門・認定看護師連絡会議の取り組みに関する報告
仁平∙知保（にへい∙ちほ）、山田∙奈央（やまだ∙なお）、浅子∙久美子（あさこ∙くみこ）、佐藤∙三千世（さとう∙みちよ）、
岩崎∙多津代（いわさき∙たつよ）、中島∙千里（なかじま∙せんり）、古舘∙加奈子（ふるだて∙かなこ）、下島∙加奈子（しもじま∙かなこ）、
齋藤∙望（さいとう∙のぞみ）

NHO 東京医療センター看護部

【はじめに】当院には、15分野28名の専門・認定看護師が在籍している。隔月で連絡会議
を開催し、情報や活動を共有すると共に、様々な分野の専門・認定看護師が院内外に向け
たグループ活動を行っている。当会議のグループ活動と今後の課題を報告する。【活動内容】
当会議では、4つのグループ（配信・広報・ホームページ・後輩育成）に分け活動している。

（1）配信活動では、地域医療従事者との交流を目的とし、認知症ケアや摂食嚥下等のテーマ
でセミナーを企画し、令和5年度は4回開催した。院外は訪問看護ステーションや歯科クリ
ニックより医師や看護師の参加があった。（2）広報活動では、院内用に「専門認定看護師新聞」
を作成し、各分野の知見を記載した。（3）ホームページでは、看護部のホームページ改定に
併せ、専門認定看護師のページも改定した。分野の紹介では、専門認定看護師を目指したきっ
かけ等掲載した。（4）後輩育成では、院内の看護師にアンケートを実施し、専門・認定看護
師資格に興味がある看護師に対して、情報提供を行い、動機づけを行った。各グループとも、
新型コロナウイルス感染予防のため、対面での研修等ができない時期もあったが、令和5年
度は、対面でのセミナー・研修等も再開され、活動範囲を広めることができた。【今後の課
題】質の高い看護の提供とともに、院内外の多くの医療従事者に加え、患者や地域住民に対
して、専門・認定看護師の活動・知見を広めていくことが課題である。また、高度急性期
病院において、看護師として専門性を発揮できる専門・認定看護師の育成を図るとともに、
多職種と連携し、チーム医療を推進していきたい。

P2-215-7
認知症看護認定看護師による退院後訪問指導の一例
西川∙菜央（にしかわ∙なお）

NHO 仙台西多賀病院看護部

【はじめに】当院の認知症ケアチームは2022年から認知症患者を対象に退院後訪問指導を
開始し、のべ11件の訪問指導を実施した。その中で地域における認知症ケアの質向上に寄
与した一例を報告する。【対象】A氏60代男性、ミオパチーのため障害者就労支援施設に入
居中。当院での定期的な検査入院歴がある。X年Y月入院時に認知機能低下、幻覚があり認
知症ケアチームが介入し、検査の結果レビー小体型認知症の診断がついた。施設よりA氏
の対応について指導依頼があり訪問の対象とした。【実践】退院から10日後訪問を実施、A
氏は性的脱抑制のBPSDを呈しておりスタッフが対応に苦慮していた。異性の腕を掴もう
としたり、特定の職員を執拗に追うのを注意するが収まらず、結果としてA氏との接触を
避けてしまっていると相談があった。職員の思いを受容し、その2週間後2度目の訪問を実
施した。A氏の人生史を紐解きながらBPSDの要因を多角的にアセスメントし、一見問題行
動に見える言動の背景には、A氏の寂しさ・自己効力感の低下があると予測した。A氏の生
活リズムを整え、会話を増やし感謝や共感を示す、握手・ハイタッチなど適度なタッチン
グを取り入れることを助言した。Y＋6か月後の検査入院時はBPSDは見られず、施設職員
から「困ったときはAさんの言動の意味を皆で考えるようになり、対応できている」との発
言があり、施設での生活が継続できた。【まとめ】認知症看護認定看護師による退院後訪問
指導の実施により、専門性の高い視点で問題点を抽出し、ニーズに沿った学習機会の提供、
具体的な対策について指導を行う事ができた。その結果、施設職員の知識が向上し、認知
症ケアの質向上に繋がったと考える。
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P2-216-5
経口摂取を望む進行期のパーキンソン病患者に対する意思決定支援
杉山∙美玖（すぎやま∙みく）

NHO 仙台西多賀病院脳神経内科

1. はじめにパーキンソン病は進行に伴い、嚥下障害や認知症が生じる。今回、進行期のパー
キンソン病患者に対し、患者・家族の思いを汲み取り意思決定支援を行った一例を報告する。
2. 事例紹介A氏70代女性 パーキンソン病（ヤール5）。自宅で誤嚥性肺炎を発症し治療目
的で入院。筋力低下による重度嚥下障害あり。認知症の日常生活自立度判定：4。3. 実施入
院時、主治医・A氏・娘のICで、末梢点滴を実施し在宅療養する方針となった。A氏は自
身の意思を表出せず、娘は涙を流していた。その姿より患者中心に方針が決定されたのか
疑問を感じたため、意思決定支援等に係るガイドラインをふまえた介入を開始した。IC後
に話を聴くと、A氏は「食べたい」娘は「本人の意思を尊重したい」と訴えたため主治医へ情
報提供した。また、口渇・空腹感に対し味付きの口腔ケアジェルを使用するなど、様々な
苦痛に対し介入した。後日、A氏・娘とICを設定。経鼻栄養を実施し、栄養状態が改善し
てから経口摂取を試みる方針となる。以降、経鼻栄養中の状態観察や身体拘束解除など、A
氏が選択した方針で生活し続けられるよう多職種で介入した。4. 結果A氏の苦痛の訴えは
減少し、ICでは「頑張りたい」と自身の意思を表出できた。今後の見通しとして、A氏が望
んだ経口摂取の方針を選択する支援ができた。5. 考察IC後に訴えを傾聴し、患者の全身状
態を整えたことは意思形成支援となり、再度ICを設定し、意思表明内容を患者・家族・医
療者で確認したことは意思表明支援であった。また、方針決定後も多職種で支援し続けた
ことは意思実現支援であり、患者の意思に基づいた生活を送ることにつながった。

P2-216-4
その人らしい最期をを迎えるための看取りケアとは　―A氏の看取りカン
ファレンスを振り返りみえてきたもの―
佐伯∙裕美（さえき∙ひろみ）、上田∙和彦（うえだ∙かずひこ）

国立療養所菊池恵楓園第一センター

【目的】A氏らしい最期を迎えるため取り組んだ看取りのプロセスを明らかにする【方法】対
象：100歳代、女性、脳梗塞発症後、左片麻痺、延命治療はせず自室で過ごしたいと希望。
看取りカンファレンス（以下CF）8回の記録を用い、まとめた意見をAIにて解釈学的視点で
項目を抽出、カテゴリー化し、分析した。【倫理的配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認
を得た【結果】7項目のカテゴリーを抽出。「食事と栄養」は1.2.6回目CF、「着替えと清潔」
は3 ～ 5回目「排尿と排便」は3,4回目「体位の評価とギャッジアップ」は3.6.7.8回目「寄り
添いとコミュニケーション」は4 ～ 6回目「医療処置」は7.8回目「家族への説明」は4.7.8回
目で討議した。本人の意向を尊重したケアを計画し、CFで周知しケアの統一ができた。【考
察】1回目のCFでは方針が明確になっていなかった為、まとまりのないCFだった。2回目
のCFで「A氏らしく過ごすために、A氏の為にできること」という方針を決定した。A氏か
らは飲水の希望が多く聞かれ、それに対して、看護師からケアの提案がなされ、取り組み
を開始した。3回目以降からは、目標や関わり方を周知することができ、統一したケアが提
供されるようになり、看取りケアの質の向上に繋がったと考える。医師から家族へ実施ケ
アの説明がなされ、継続的な情報共有し、意思確認を行い、ケアを一緒に実施したことで
信頼関係が構築され、後悔の念を抱くことなく死を受け入れる為の支援になったと考える

【結論】・本人の意向を尊重した目標設定が看取りケアの鍵となる・定期的なCFはケアの統
一と質の向上に繋がる・家族の信頼関係構築は良好な看取りケアに不可欠である。

P2-216-3
「多職種で支えた呼吸器疾患患者の症例」‐ アドバンス・ケア・プランニン
グ実践の振り返り ‐
三鬼∙胡桃（みき∙くるみ）、岩本∙沙也加（いわもと∙さやか）、森木田∙珠里（もりきだ∙じゅり）、畑中∙苑（はたなか∙その）、
川村∙良子（かわむら∙りょうこ）、小野∙由佳里（おの∙ゆかり）、水井∙理恵（みずい∙りえ）

NHO 三重中央医療センター呼吸器外科・内科

【目的】
多職種で支えた呼吸器疾患患者の症例を用い、予後を見据えた看護場面を電子カルテの記
録から抜き取り考察していくことで、アドバンス・ケア・プランニング（以後ACP）を実践
できたことを可視化する。

【方法】
患者・家族の言動、カンファレンス、多職種との関わり、ICの内容等を電子カルテから情
報収集を行う。

【結果】
治療目的で入院したが、予後不良となり入院が長期化した。患者・家族の思いや心境の変
化について聞き出すことを躊躇するスタッフも多くいたが、日々の看護ケアの中で自宅退
院を目標としていることを聞き出し、看護師カンファレンスや多職種との連携を行ったこ
とで自宅退院することができた。全身状態悪化により再入院となったが、患者・家族の思
いの変化の確認と目標の再設定を行うことができずに、病院で最期を迎えた。デスカンファ
レンスでは、患者・家族とどのような関りを行えば良かったのか葛藤や不安を抱いている
スタッフの声が多く聞かれた。

【考察】
早すぎるACPは生命の危機に直面しているわけではないため、患者・家族は話し合うこと
を避ける傾向にある。そのため治療が難航し、回復の見込みがなくなった患者のACP介入
時期は難しい。試験外泊、自宅退院は患者・家族の思いや心境の変化が生じやすいため、
思いを確認することが大切である。再入院時には医療者間で情報共有し、目標の再設定を
繰り返しながら患者・家族の希望に沿った関わりを行うことが必要であると考える。ACP
を可視化したことで意図的な関わりの重要性を再認識できたため、終末期看護の質の向上
につなげていきたい。

P2-216-2
多職種間における患者理解の共有～統一化された支援を目指して～
長沼∙真歩（ながぬま∙まほ）

NHO 福島病院療育指導室

【はじめに】日々の療育活動を実施する中で、患者の快や不快の認識や特性理解といったも
のが職種等によって異なるように感じていた。多職種間で共通の患者理解を図ることで、
担当者が変わっても患者への統一化された支援を提供できるのではないかと考えた。そこ
で今回は患者理解を深めるため、療育実施評価表を作成したのでその結果を報告する。【目
的】患者理解を統一する【対象】重症心身障害児・者病棟　入院患者155名【期間】継続中【方
法】1　療育実施評価表の作成2　個別支援会議にて共有、アンケート実施3　各部署への加
筆修正依頼【結果】1　評価表に患者の快や不快、横地分類や療育計画、療育実施内容の三段
階評価を取り入れることで、一目見るだけで患者の障害特性、得手不得手などが分かる療
育実施評価表を作成することができた。2　多個別支援会議にて提示することで、職種間に
おける情報共有や患者理解を深める場とすることができた。また、感想や要望を聞き取り、
評価表の項目内容の更新をすることができた。3　多職種から加筆修正をもらうことで、異
なった視点に気が付くことができた。評価内容を更新することができ、更なる患者理解に
繋げることができた。【まとめ】評価表を作成し共有・加筆修正を依頼したことで、更に患
者像を鮮明且つ詳細に理解することができる表を作成することができた。今後の流れは電
子カルテへの追加や新規採用者等の職員に対する提示などの活用方法を検討しご家族には
病院内での様子がより把握しやすくするように郵送するなど更なる活用方法を模索してい
くことにする。今後も患者理解の統一に繋げるため個別支援会議での継続評価を実施して
いく。
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P2-216-9
筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者と遺族の在宅療養支援の振り返り
秋山∙一恵（あきやま∙かずえ）1、渋谷∙香織（しぶや∙かおり）1、岩佐∙郁枝（いわさ∙いくえ）1、星∙康子（ほし∙こうこ）1、
松本∙有史（まつもと∙ありふみ）2

1NHO 宮城病院訪問看護ステーションかけはし、2NHO 宮城病院脳神経内科

【目的】延命処置を希望しなかったALS在宅療養者と遺族との関わりを振り返り、訪問看護
に求められている支援と今後の課題を明らかにする。【方法】1.対象者はALSで在宅療養し、
2022年に永眠したA氏の妻 2.研究期間：2023年5月～ 12月 3.データ収集方法1）妻へ
半構造化面接を実施　2）A氏の訪問看護記録、診療記録からA氏や妻の様子、医師、看護
師の対応を抽出　4.データ分析方法1）妻への面接から、妻の感じたストレス、看護師に求
めたい支援に関連した言葉を抽出 2）訪問看護開始時期から、入院に至るまでのA氏の心理
状態や体調の変化、看護師の対応などを経時的に整理　3）意思決定支援が必要と思われた
タイミングを抽出し1）、2）の内容と合わせた【結果と考察】A氏の意思決定支援が必要と思
われたタイミングから、「診断・ゆらぎ」「情動制止困難」「症状停滞」「病状進行」「体調悪化」
の5つの時期に分けられた。ALS診断直後の介入や延命処置を希望しないとした意思決定に、
訪問看護師は、A氏と家族に対する関わりに難しさを感じていた。妻へのインタビューから、
延命処置の選択によるA氏の身体的・精神的苦痛を考慮して意思決定を尊重していたこと
から、A氏と家族の間に齟齬は少なかったと考える。訪問看護師は、揺らぐ患者や家族の思
いを引き出し、寄り添うことが求められている。早期に信頼関係が構築できれば、訪問看
護師としての関わりの難しさは軽減できると考える。【結論】1．患者の意思決定の揺らぎに
ついて注視し、速やかに対応することが重要。2．早期に信頼関係を構築し、意思決定の問
題に関わるALS患者と家族を支援する必要がある。

P2-216-8
地域包括ケア病棟における多職種協働によるACPのあり方の検討
岩下∙彩（いわした∙あや）1、松浦∙悠子（まつうら∙ゆうこ）1、松田∙由紀子（まつだ∙ゆきこ）1、
後藤∙文宏（ごとう∙ふみひろ）1、笠松∙里佳子（かさまつ∙りかこ）1、齋藤∙佑輔（さいとう∙ゆうすけ）1、宮本∙彩香（みやもと∙あやか）1、
木ノ下∙智康（きのした∙ともやす）2、新畑∙豊（あらはた∙ゆたか）3

1国立長寿医療研究センター看護部、 
2国立長寿医療研究センター先端医療開発推進センター臨床研究支援部、 
3国立長寿医療研究センター脳神経内科部

【はじめに】日本老年医学会による「ACP推進に関する提言」では、人生の最終段階を見据え、
通院あるいは入院にて医療を受けている本人はその医療機関においてACPを開始すること
が望ましいとされている。入院治療、要支援・要介護認定を受けて医療・ケアサービスを
現在進行形で受けていることが多いという点で、国立長寿医療研究センター地域包括ケア
病棟（以下、当病棟）における入院患者はACPを開始する時期にあると考えられる。加えて、
当病棟入院患者の平均年齢が80歳を超え、認知症患者や独居高齢者の増加、老々介護など
の問題もあり、意思決定には様々なサポートが必要な状態でもある。そのような中で、本
人の思いを聴取し繋げていくために看護師主導によるACPシートを作成し、当該病棟で使
用開始したが、聴取に時間がかかる、多職種との連携がうまくいかないなどの課題があり、
実運用に至らなかった。そこで、これまでのACP実践を多職種と振り返り、当病棟におけ
る多職種協働によるACPのあり方を検討することとした。【方法】本調査では、当病棟にお
ける多職種のACPに関する認識や役割、職種間に関する考えなどを業務の中でACPに関わ
る職種を対象に聞き取りを行った。【結果】聞き取りを実施したのは医師、看護師、MSW
であった。職種に関わらずACPの必要性は感じているが、患者へのアプローチの仕方や対
象とする時期には違いがあった。また、多職種での連携や情報の共有に関する現状の課題
を把握することができた。【考察】本調査結果は、地域包括ケア病棟での多職種協働による
ACPを実践するための基礎資料になると考える。

P2-216-7
産婦人科病棟看護師の意思決定支援における役割
室∙亜希子（むろ∙あきこ）、佐藤∙ひかる（さとう∙ひかる）、阪中∙恵美（さかなか∙めぐみ）、井澤∙典子（いざわ∙のりこ）

国立循環器病研究センター産婦人科

【目的】心疾患を合併した妊婦が、産後の母乳育児に対して意思決定を行う過程において、
多職種を含めた関わりを振り返り、意思決定支援に対する看護師の役割について考察する。

【対象】A氏、30代後半、初産婦、家族性高コレステロール血症、左冠動脈狭窄によりスタ
チン製剤内服中。【結果・考察】A氏は分娩前より、産後は母体の内服治療を優先するため、
母乳分泌を抑制し授乳は禁忌と説明を受けた。しかしA氏は治療の必要性を理解しつつ母
乳を与えたいという思いが混在しており、医師や薬剤師と情報共有し支援を検討した。A氏
へメリット・デメリットを説明し、内服方法等について情報提供した結果、A氏は初乳を与
えることを選択した。薬剤の半減期を考慮した内服調整や分娩時期に合わせた乳頭ケアを
実施し、初乳を与えることができた。産褥3日目、母乳を中断し内服を再開。「初乳を与え
ることが出来て良かった」と発言があった。『意思決定プロセス支援を行う看護師の役割と
は、患者の意向を根底にして医学的判断や倫理的判断を行いながら、治療方針の共有・合
意へと向かうために、患者のアドボケイトとして医療チームと患者の架け橋となることで
ある』1）と述べている。今回、患者の思いに寄り添い、多職種との調整役として関わることで、
A氏自身が納得し初乳を与える意思決定ができた。その結果A氏の母親役割獲得につながり、
前向きに育児に向き合う事が出来た。【結論】患者との架け橋になり、母親が納得した上で
意思決定を行い、母親役割獲得ができ前向きな育児に繋がったと考える。必要な情報提供
を行い、多職種と連携し患者が納得できる意思決定が行えるよう支援することが重要であ
る。

P2-216-6
頸髄損傷患者のACPに参加し、意思決定支援を行った事例報告
田中∙こうや（たなか∙こうや）、阿部∙透（あべ∙とおる）、滝野∙雅文（たきの∙まさふみ）

NHO 山形病院リハビリテーション科

【はじめに，目的】近年，ACP（Advance Care Planning）を行うことの重要性が提唱されて
いる．今回，PTが頸髄損傷患者のACPに参加し，意思決定支援に関わった経験を報告する．

【症例紹介】70歳代女性．高所転落によりC6脱臼骨折，重度頸髄損傷（C7以下Frankel，A），
長期でのリハビリを行うもSCIM：20点とADL自立は困難な状態であった．患者は自立心
が強く，自宅退院を希望される一方で，家族からは医療施設での生活を希望され，本人と
の意思に齟齬が生じた．そこで，本人，家族を対象にACPを行い，本人の意思決定を確認
する場を設けた．【結果】本人，家族，多職種参加のもとACPを行った．ACPを行ったこと
で，病状理解，治療方針や電動車椅子導入などの決定を円滑に行うことができた．しかし，
身体機能の向上に伴い本人と家族との間で今後の生活への期待が生まれる反面，退院後の
生活像に齟齬が生じていた．退院先は特別養護老人ホームへの入所となったが，家族は最
後まで医療機関での生活を望まれていた．【考察】本事例において，患者の自立心が強い一
方で身体機能障害が重度であったこと，退院先によっては電動車椅子導入が困難なことや
患者と家族との間で退院後の生活像に齟齬があったなど多くの葛藤があった．ACPの中で
多くの情報提供を行い，患者本人の考え方や個性を理解した上で，意思決定を行っていく
ことは重要であると考える．意思決定の場面において，家族の意見が強く反映されること
も少なくはない．本事例では，患者の意思も尊重しながら，退院後の適切な生活環境を選
択を医療チームとして支援できたのではないかと考える．
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P2-217-4
FFR Angio Systemの基礎的検討
堀∙歓子（ほり∙かんこ）、青木∙秀平（あおき∙しゅうへい）、木須∙康太（きす∙こうた）、板井∙宏考（いたい∙ひろたか）、
川崎∙年久（かわさき∙としひさ）、西∙祥吾（にし∙しょうご）

NHO 嬉野医療センター放射線科

【目的】当施設にFFR Angio Systemが導入され、造影撮影画像のみでFFR値を算出するこ
とが可能となった。FFR値に影響を与える因子として、平均大動脈圧・血管長・血管数が
ある。今回それらの因子の変化がFFR値にどのように影響を与えるか基礎的検討を行った。

【方法】1．平均大動脈圧の入力値から+-30mmHgまで10mmHgずつ変化させ、FFR値を
算出し比較した。2．最大トレース血管末梢から1cmずつ-4cmまで変化させ、FFR値を算
出し比較した。3．血管のトレース数を変化させ、FFR値を算出し比較した。【結果】1．平
均大動脈圧の入力値が上がればFFR値は上がり、下がるとFFR値は下がった。2．トレース
する血管長が短縮するとFFR値は上がり、血管長を延長するとFFR値は下がった。3. 2枝
以下の場合に変動値が大きく、3枝以上であれば4枝と比較しても大きな差は見られなかっ
た。【考察】1．FFR Angio SystemはΩの法則理論を使用しているため、入力する平均大動
脈圧が実際の血圧と異なるとFFR値が不正確になるため正確な平均大動脈圧の入力が必要
である。2．FFR値算出には、「狭窄のある血流量/狭窄の無い血管の場合に流れると予想さ
れる血流量」の式を使用しているため、血管長はできるだけ最大長トレースする必要がある。
3．FFR値は、データベースの3Dモデルが3枝以上で構成されているため、2枝以下では
変動が大きかったと考えられる。したがって、必ず3枝以上トレースする必要がある。【結
論】平均大動脈圧・血管長・血管数は、FFR値の結果に大きく影響することが分かった。解
析の際は、これらの因子を正確に行わないと結果が偽陽性、偽陰性になる可能性があるため、
注意が必要である。

P2-217-3
脊椎手術での画像評価に適した再構成関数の検討
林∙由貴（はやし∙ゆき）、木村∙浩一（きむら∙こういち）、森山∙尚貴（もりやま∙なおき）、日名地∙美花（ひなじ∙みか）、
北川∙欣弘（きたがわ∙よしひろ）

NHO 京都医療センター放射線科

【目的】当院にハイブリッド手術室が導入されて以降，脊椎手術でCBCTの使用が主流とな
り，椎体とスクリューの位置関係を3次元的に確認可能となった．しかしSIEMENS社製
ArtisPhenoで使用する金属アーチファクト低減技術（SMART）は金属量によって挙動が不
安定，スクリューの辺縁の視認性が低いといった問題点がある．そこで別研究にて証明さ
れた『再構成関数EEにおけるスクリュー周辺の骨性状の視認性の向上』を応用し，再構成関
数がスクリュー径に影響を与えるか検証する．更に金属アーチファクトが画像評価に及ぼ
す影響が最も少ない再構成関数について検証し，双方の結果より脊椎手術に適した画像再
構成法を検討する．

【方法】直径30mmのキャリブレーション球を希釈造影剤で満たした容器に封入し同一条
件でCBCTを撮影．従来のSMARTに加え再構成関数をエッジ強調カーネル（EE）とハンス
フィールドユニットカーネル（HU），ImageCharacteristicsをSharpとNormalに変化さ
せ計5種類の再構成画像（SMART，EE-S，EE-N，HU-S，HU-N）を作成した．ImageJに
て各画像の直径を計測，ヒストグラム作成にて各処理の比較を行った．更に実臨床画像で
同様の再構成画像を作成しスクリュー径を計測した．

【結果】キャリブレーション球を用いた結果はEE-Sが球の直径に最も近い値となった．次点
でSMART，EE-N，HU-S，HU-Nの順となり，最大で約1mmの差が出た．臨床画像では
EE-SとEE-Nがスクリュー径に最も近く，次点でHU-S，HU-Nとなった．SMARTは効果が
不安定で，アーチファクトにより計測不可能なものもあった．

【結語】画像の径の真値に最も近い表示が可能な再構成関数はEEであり，SMARTよりも安
定した挙動を示した．

P2-217-2
椎体インプラントにおけるedge強調関数を用いた再構成の有用性
木村∙浩一（きむら∙こういち）、森山∙尚貴（もりやま∙なおき）、澤井∙智将（さわい∙ともまさ）、林∙由貴（はやし∙ゆき）、
川北∙欣弘（かわきた∙よしひろ）

NHO 京都医療センター放射線科

【目的】脊椎インストゥルメンテーション手術はCBCTを使用することで手技の安全性,手技
時間が大きく向上する.しかし,インプラント挿入後のメタルアーチファクトの影響により
骨とscrewの位置関係を判別するのは困難である.当院で使用しているハイブリッド手術
室対応多軸透視撮影システム（ArtisPheno,シーメンスヘルスケア）の再構成関数EE（edge　
enhancement）を用いた再構成法を提案し,従来のHU関数と比較する. 

【方法】ArtisPhenoを 用 い 撮 影 し た デ ー タ か ら 再 構 成 関 数HUとEEに 対 し
ImageCharacteristicsをNormalとSharpに 変 化 さ せ た 画 像 を 作 成 し 比 較 す る.1）
Catphan600のCTP404モジュールに対しROIを設定.ピクセル値MAX,MINを測定しダ
イナミックレンジを比較する.またscrewに対しても同様の比較を行う.2）実際の臨床画像
から3mmMIP画像の椎体部におけるダイナミックレンジを各々比較.さらに椎弓根のプロ
ファイルカーブを算出.各画像におけるedge計測の為,皮質骨周辺の信号値の変化量を計測
し比較した. 

【結果】1）mean値に大きな変動はなくmax-minのダイナミックレンジはEEsharpが4.6倍
拡大した.その他のモジュールに関してもEESharpが約4倍程度の広がりを見せた.screw
ではEEが最大で3.7倍広がった.2）3mmMIP画像においてもEESharpのダイナミックレ
ンジが広がりをみせ,皮質骨周辺では平均で2.5倍程度の広がりがあった.edge比較では
1mm間のピクセル値の変化量はHUnormalが平均で約1.8倍であるのに対しEEsharpで
は平均で約3倍まで上昇した. 

【結語】EE関数を用いることで骨境界が鮮明に見える画像を作成することができ,インプラ
ント挿入部の画像確認に有用であることが分かった.

P2-217-1
Power Injectorを用いた、肺動脈造影における希釈造影方法の検討
羽原∙綾佑（はばら∙りょうすけ）、高橋∙一徳（たかはし∙かずのり）、秋田∙剛史（あきた∙つよし）

NHO 岡山医療センター放射線科

【緒言】今回、Power Injector（以下Power）であるRAQUOSインジェクションシステム
（DVx社）が導入された。この装置の特徴は同時注入機能による希釈造影が可能であるとい
う点である。同時注入により、造影剤ラインと生食ラインの合流部で造影剤と生食が混合
されることで希釈造影ができる。それにより造影剤の使用量を削減することができ、患者
への造影剤に対する負担軽減に繋がる。この希釈造影は抹消血管を対象にしており、大血
管（肺動脈）を対象にはしていない。当院では肺動脈造影には造影剤濃度300mg/mlを使用
しているが、Powerに充填している造影剤濃度は370mg/mlであり、濃度が異なっている。

【目的】本研究では、希釈造影を用いて370mg/mlを300mg/mlとして代用できるかを検
討した。

【方法】Power Injectorを用いて、造影剤-生食ライン合流部のflowを評価するため、カ
テーテル装置でライン合流部の撮影を行った。従来、肺動脈造影は注入速度8ml/sで肺上
葉10ml,下葉20mlで行っている。造影剤のみ、造影剤：生食＝8：2で希釈し、従来の条
件を担保できるか検証した。

【結果】従来の肺動脈造影の条件である8ml/sの10ml,20mlをPower（造：水＝8：2）で行
うと、実際には6.4ml/sの8ml,16mlであった。現在、検証中であり当日追加報告をおこ
なう。



802

P2-217-8
当院における頸動脈ステント留置術（CAS）での3D撮影と解析機能の導入
田村∙雅巳（たむら∙まさみ）、西∙慶悟（にし∙けいご）、種村∙圭介（たねむら∙けいすけ）、能村∙悠介（のうむら∙ゆうすけ）、
藤本∙健吾（ふじもと∙けんご）、西村∙芳久（にしむら∙よしひさ）

NHO 北海道医療センター放射線科

当院では2022年に血管造影装置を更新し、新たなアプリケーションや撮影モードが追加さ
れた。また、同時期に頸動脈ステント留置術（CAS：Carotid Artery Stenting）の症例が急
増したため、CAS手技での新たなアプリケーションや撮影モードの活用法を検討したので
報告する。
新しい解析アプリケーションであるSmartCTは、3DRAによる撮影データを用いて簡便に
血管計測ができ、ステント留置前にステントの径や長さを決定する際に有用であった。撮
影モードではVasoCTが追加され、3DRAに比べ高精細な撮影ができるようになった。こ
れによりステント留置後のステントと血管の圧着をより詳細に評価できるようになったが、
画像の質が造影剤の注入条件に大きく影響されることがわかった。医師からの要望もあり、
画像の質を安定させるため20症例で検討を行い、VasoCTの注入条件を規定した。また、
新たなアプリケーションや撮影モードの使用手順をまとめた簡易的な資料を作成し、血管
造影室の業務にあたる技師6名で共有した。症例ごとに資料を更新することで、技師間の知
識・技術の共有を試みた。当初に比べて手技の流れを把握し状況に即した業務をスムーズ
に行えるようになった。
今後はさらに症例を重ねて、VasoCTでの造影剤量低減ができないか、技師の役割の最適
化に関して検討を続ける余地があると考えている。

P2-217-7
脳血管3D回転撮影における最適な造影剤注入条件の検討
林下∙翔城（はやした∙しょうき）、成田∙太亮（なりた∙だいすけ）

NHO 弘前総合医療センター放射線科

【背景・目的】血管撮影装置における3D回転撮影は脳動脈瘤や血管の形状把握や計測に使用
され，治療方針の決定に重要な役割を担っており，必須なツールとなっている．しかし腎
機能の低下により造影剤の使用量低減を意識する必要がある症例に直面することも少なく
ない．今回，造影剤の注入条件について再考し，3D画像上で血管計測を行うために必要な
最低造影剤濃度について検討した． 【方法】内頚動脈遠位の血管撮影を想定し，内径4mm
の模擬血管に希釈造影剤（50 ～ 120mgI/ml）を充填し，アクリルファントムの中心に配置
して回転撮影を行った．撮影視野サイズは8inchとし，模擬血管径が3D画像上で計測値
4mmとなるようにウィンドウ調整し，そのときの3D画像の形状と表面の滑らかさに対し
て視覚評価を行った．【結果】100mgI/mlを超える濃度に対しては形状と表面の両方に対し
て高い評価が得られ，100mgI/ml未満の濃度では低評価が増え，50mgI/mlでは画像全体
ざらつき（ノイズ）が目立つとの意見が多く見られた．【考察・結語】内頚動脈の流量を4.0ml/
secとしたとき，血管内の造影剤濃度100mgI/mlは注入速度にして2.7ml/secに相当し，
3D画像を視覚的に劣化させることなく造影剤を10％ほど低減できる可能性が示唆された．
ただし，血流量の個人差や目的とする部位により造影不良となる場合もあるため，事前の
DSAなども参考に注入条件を決定する必要がある．

P2-217-6
複数のキャリブレーション方法における血管径計測精度の検討
川田∙涼香（かわた∙りょうか）、澁谷∙晧平（しぶや∙こうへい）、岩本∙笑佳（いわもと∙えみか）

NHO 四国こどもとおとなの医療センター放射線科

【目的】当院では、philips社製血管撮影装置で3DRA撮影を用いて血管径を測定している。
しかし、3DRA撮影では過大評価する傾向にあった。そこで、2D撮影にて測定を検討した
際、キャリブレーション方法が複数あった。真値に最も近いキャリブレーション方法を比
較検証した。【方法】2D撮影のキャリブレーション方法はオート、定規・鉄球・造影カテー
テルの4つである。正面、側面管球の中心が交わる点（IC）での測定とするため、装置をホー
ムポジションに設定し、寝台の上に水等価ファントム18cm分を置き、その上に計測する
横幅39mm（これを真値とする）の定規を置いた。（実験1）SID120cmに固定し、寝台を上
下1cmずつ移動させた。（実験2）SID120cmに固定し、インチサイズを変更した。（実験
3）インチサイズを17.0inchに固定し、SIDを変更した。（実験4）3DRA撮影を行い、フィ
ルタをsharp、very sharpと変更し、測定した。【成績】鉄球、定規を用いたキャリブレー
ション方法では実験1、2、3すべてで誤差が小さかった。オートキャリブレーションでは
ICから離れると誤差が大きくなった。カテーテルによるキャリブレーションでは実験1、2、
3ともに真値から大きく外れた。実験4では真値に近い値であった。【結論】鉄球は装置への
認識が最も簡便であり、真値に近い値であるため、同一平面上では鉄球を用いたキャリブ
レーションが最適である。しかし、ICにおいてはオートキャリブレーションも同等の結果
が得られたこと、緊急時や検査に不慣れな場合、何度も鉄球を測定し直す必要があること
を考慮すると、オートキャリブレーションが簡便であると考える。

P2-217-5
腎臓癌の動脈塞栓術における栄養血管自動検出機能の評価
上山∙史貴（うえやま∙ふみあき）、甲斐∙千尋（かい∙ちひろ）、井手口∙大地（いでぐち∙だいち）、白木∙利明（しらき∙としあき）、
丸山∙裕稔（まるやま∙ひろとし）

NHO 熊本医療センター放射線科

【目的】動脈塞栓術（transcatheter arterial embolization: TAE）において、適切な治療を
決定するためには、栄養血管を同定する必要がある。当院で使用しているフィリップス社
製血管造影X線診断装置Azurionには、栄養血管検出機能（以下：Embo Guide）が搭載さ
れている。本機能はTAEにおいて、術者をサポートし、栄養血管に対する感度を高めるこ
とができるとされている。しかしながら、肝臓癌に対して使用している報告が多く、腎臓
癌に対して使用している報告は少ない。今回、腎臓癌のTAEにおけるEmbo Guideの栄養
血管に対する感度の評価を行ったため報告する。【方法】2022年7月から2024年3月の期
間内に、当院で行われた腎臓癌TAEの際に撮影されたCone Beam CT画像（22症例）に対
して、Embo Guide解析を行い、同定した栄養血管に対する感度を求めた。また、Embo 
Guideの栄養血管の検出感度に対して、腫瘍の大きさ、腫瘍のCT値、腎皮質のCT値、腎
動脈のCT値などの因子に相関が認められるか、カイ二乗検定を用いて解析を行った。【結果】
腎臓癌におけるEmbo Guideの栄養血管に対する感度は約80％であった。また、カイ二乗
検定の結果、腎動脈のCT値に対して相関が認められ、CT値が高いほど偽陽性が多くなった。
腎動脈のCT値が高くなることでアーチファクトが発生し、末梢血管が不明瞭になったこと
が要因として考えられる。【結語】腎臓癌におけるEmbo Guideの栄養血管の検出感度は約
80％であり、造影条件によって偽陽性が増加することが示唆された。
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P2-218-3
右房原発平滑筋肉腫の一例
木下∙理恵（きのした∙りえ）1、長谷川∙雄亮（はせがわ∙ゆうすけ）1、溝口∙理恵（みぞぐち∙りえ）1、大森∙健彦（おおもり∙たけひこ）1、
山本∙涼子（やまもと∙りょうこ）2、山田∙高彰（やまだ∙たかあき）3、中山∙智尋（なかやま∙ともひろ）4、加藤∙恭子（かとう∙きょうこ）5、
富田∙保志（とみた∙やすし）3、岩越∙朱里（いわこし∙あかり）6

1NHO 名古屋医療センター臨床検査科、2NHO 名古屋医療センター同医師、 
3NHO 名古屋医療センター循環器内科、4NHO 名古屋医療センター心臓血管外科、 
5NHO 名古屋医療センター腫瘍内科、6NHO 名古屋医療センター病理診断科

【はじめに】心臓腫瘍の発生頻度は、0.1 ％と言われており、その70 ％は良性腫瘍であり、
原発性悪性腫瘍は極めてまれな症例である。心不全疑いにて施行した心臓超音波検査で右
房原発平滑筋肉腫を経験したので報告する。

【症例】50歳代女性　全身倦怠感を主訴に、近医受診。心不全疑いにて当院紹介。
【検査所見】入院時心電図：洞性頻脈　胸部レントゲン：心胸郭比53.3 ％　BNP：342 
pg/ml　心臓超音波検査で右房中隔に付着する58×50 mmの可動性のある腫瘤を認めた。
右房を占拠しており、右房にモザイク血流を認め、三尖弁に嵌頓していた。右房拡大、心
嚢水あり。下大静脈内に病変は描出されなかった。CT検査では、右房に59 ×60 mm の
腫瘤性病変を認めた。肺塞栓や原発巣を疑う所見は認めなかった。精査目的にて行った心
臓カテーテル検査では、右冠動脈造影にて腫瘤性病変を栄養する血管を認め、外科的切除
術施行となる。

【手術所見】右房は緊満しており、腫瘍は、8×5 cm大の灰白色の平滑な被膜に包まれてい
た。卵円窩外側の右房から下大静脈にかけて浸潤を認めた。病理組織診断では、αSMA染
色（+）、desmin染色（+）、calponin染色（+）であり、平滑筋肉腫と診断された。

【結語】心不全疑いにて施行した超音波検査で、右房内腫瘤を指摘し、早期に外科的切除術
を行うことができた。平滑筋肉腫の発生頻度は、心臓腫瘍の約3％であり、特徴的なエコー
所見はない。確定診断には病理組織学的診断が必要であり、超音波検査での診断が難しい
症例である。そのため、良性腫瘍、悪性腫瘍にかかわらず、付着部位や形態、血行動態、
浸潤の有無を評価し、治療に寄与する情報を臨床に適切に報告することが大切である。

P2-218-2
肺動脈弁に認めた乳頭状線維弾性腫の1例
清∙美沙紀（きよ∙みさき）、大當∙千香（おおあたり∙ちか）、迫田∙真明（さこだ∙まさあき）、隈元∙英明（くまもと∙ひであき）、
下田∙直幸（しもだ∙なおゆき）、富園∙正朋（とみぞの∙まさとも）

NHO 指宿医療センター研究検査科

【序文】
乳頭状線維弾性腫は原発性心臓腫瘍の10％を占める良性腫瘍で主に弁膜や心室から発生
し，付着部位により脳梗塞や肺塞栓症，心筋梗塞を起こす可能性があるため外科的手術の
適応となる. 
今回，経胸壁心エコー図検査（TTE）にて肺動脈弁に発生した症例を経験したため報告する． 

【症例】
80代男性，他院にて心拡大と下腿浮腫精査のため当院循環器内科へ紹介された．TTEでは
心機能良好であり，明らかな心不全所見は認めなかった．大動脈弁短軸像において，肺動
脈弁に有茎性の類円形腫瘤（大きさ11×10mm）を認めた．腫瘤は可動性に富み，表面や
や不整，内部エコーは不均一で局所的に低エコー域を認めた．TTE所見より粘液腫や乳頭
状線維弾性腫などの良性腫瘍が疑われた． 
後日，造影CT検査が施行され肺動脈弁の右室流出路側に10mm大の造影不良域を認めた． 

【経過】
他院にて腫瘍切除術を施行された．摘出した腫瘍の病理組織診では，有茎性のイソギンチャ
ク様の腫瘍であり，表面に粘液変性を伴う乳頭状構造と膠原線維性の軸を有した乳頭状線
維弾性腫の診断となった．術後TTEでは，腫瘍遺残なく肺動脈弁の有意な逆流も認めなかっ
た． 

【考察】
腫瘍の発生部位から，悪性腫瘍や疣腫も鑑別として挙げられるが，臨床症状やTTEの所見
より良性腫瘍の可能性が高いと考えられた．乳頭状線維弾性腫の好発部位は大動脈弁が多
いと報告とされているが，本症例の様に肺動脈弁に認められることもあり，日常検査にお
ける肺動脈弁を含めた右室流出路の観察は重要であると考えられた． 

【結語】
経胸壁心エコー図検査にて，肺動脈弁に認めた乳頭状線維弾性腫1症例を経験した． 

P2-218-1
心エコー図検査が治療に有用であった悪性リンパ腫（DLBCL）の一例
高永∙恵（たかなが∙めぐみ）1、小野∙晴香（おの∙はるか）1、福田∙零（ふくだ∙れい）1、藤田∙哲毅（ふじた∙てつき）1、
宮崎∙いずみ（みやざき∙いずみ）1、緒方∙優子（おがた∙ゆうこ）2、丸山∙晃二（まるやま∙こうじ）1

1NHO 別府医療センター臨床検査部、2NHO 別府医療センター血液内科

【はじめに】心エコー図検査で発見される悪性リンパ腫の心臓腫瘍は，一般的に右房，右室
で認められる事が多いと言われている．今回，左房内に腫瘤を認め心エコー図検査が早期
治療に有用であった症例を経験したので報告する．【症例】80代女性【既往歴】大動脈弁置換
後，高血圧，脂質異常症，メニエール病【現病歴】動悸と息切れ，食欲不振のため他院を受
診．心電図検査にて心房細動を認め，精査目的にて当院紹介となった．心機能評価目的に
て心エコー図検査が施行され，心房中隔から左房側に広基性に発生する約34×31mmの
腫瘤を認めた．腫瘤は等輝度で表面不整，僧帽弁前尖の開閉に合わせて可動性があり同部
位での僧帽弁通過速度は最大流速2.1m/sと上昇していた．造影CTでは両側鎖骨上窩，縦
隔，腹部大動脈や腸骨動脈周囲のリンパ節腫大を認め，病理診断にてびまん性大細胞型B細
胞リンパ腫以下DLBCLと診断された．【経過】化学療法が施行され，第25病日目での心エ
コー図検査では左房内に認めていた腫瘤は縮小し，僧帽弁通過速度の上昇は認めなかった．
経過は順調で外来にて経過観察中である【まとめ】今回，心エコー図検査にて左房内に腫瘤
を認め，血流障害により心不全を起こしていた症例を経験した．左房内で発生す腫瘤の大
きさや可動性により心不全や脳梗塞の原因となる場合もあり注意して観察する事が重要で
ある．【結語】DLBCLは，血液がんの一種で11,000人に1人と推定されており，治療によ
り6割が寛解し，残りの4割が再発すると言われている．DLBCLの再発を未然に防ぎ早期
に診断治療するための一助として，心エコー図検査は有用である事を念頭に置き注意深く
観察する事が重要である．

P2-217-9
Bolus Tracking法を応用した3D-RA撮影法の検討
佐藤∙弘教（さとう∙ひろたか）、竹内∙啓太（たけうち∙けいた）

NHO 仙台医療センター放射線科

【背景】脳血管の3D-Rotation Angiography（3D-RA）撮影時には、目的血管を造影剤でしっ
かり満たした状態で撮影することが重要である。そのためには、造影カテーテルの位置や
対象血管の血流状態等を考慮し、適切な造影剤注入速度や撮影遅延時間を設定することが
必要となる。直前の2D撮影の情報等を参考にすることで、おおよその造影・撮影条件の決
定は可能だが、3D-RA撮影時と造影剤注入速度や血流状態が異なる場合には造影・撮影条
件の判断が難しい場合もある。

【目的】Bolus Tracking法を応用し、リアルタイムに造影状態を確認しながら3D-RA撮影
を開始する撮影法を検討する。

【方法】希釈造影剤を使用した2段階注入とし、ロードマップ下で造影状態を確認しながら
任意のタイミングで撮影を開始する。撮影遅延時間は1段階目の注入時間に合わせて設定
し、撮影終了に合わせて造影剤の注入を停止することで、造影剤注入速度のみ考慮するこ
ととした。

【結果】今回の撮影法では撮影手技が煩雑になるデメリットはあったが、適切なタイミング
で撮影が開始され、再構成画像上で対象血管をしっかりと描出することができた。また、ロー
ドマップの使用と造影剤注入条件の工夫により、造影剤使用量の増加も最低限に抑えるこ
とができた。造影剤注入速度は考慮する必要があるが、注入時間や撮影遅延時間を考慮す
る必要が無いため、各種条件設定が簡便になったこともメリットとして挙げられる。

【結論】造影・撮影条件の工夫により、3D-RAの撮影を適切な時相で開始することができた。
静脈相撮影など、時相の遅い撮影に特に有用であると思われる。
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P2-218-7
神経難病患者を対象に宅配便を使用した生理機能検査機器返却の試み
柳∙大海（やなぎ∙ひろみ）1、米澤∙理香（よねざわ∙りか）1、坂口∙志津香（さかぐち∙しずか）1、幸山∙佳津美（こうやま∙かづみ）1、
大西∙秀行（おおにし∙ひでゆき）1、松村∙剛（まつむら∙つよし）2、竹内∙幸康（たけうち∙ゆきやす）3

1NHO 大阪刀根山医療センター臨床検査科、2NHO 大阪刀根山医療センター脳神経内科、 
3NHO 大阪刀根山医療センター呼吸器外科

【背景】当センターの脳神経内科は、神経・筋疾患の患者が遠方から多く通院されている。
その患者の心臓障害・呼吸障害の評価には24時間心電図検査（ホルター心電図）や簡易型
睡眠時無呼吸検査（SAS）も重要である。この検査は翌日に機器返却が必要になるが、患者
自身で来院することが難しい等の理由からキャンセルする患者も多い。【目的・対象】翌日来
院が難しい筋ジストロフィー患者を対象に機器の郵送返却を試みた。【方法】機器の装着か
ら返却までを5日必要と想定し、ホルター・SAS機器を週に最大各2台の運用とした。ま
ず医師は検査依頼時に患者と郵送返却にするか相談し、オーダーを作成する。郵送依頼に
なった場合、技師は検査室で専用機器を準備し患者に装着後、機器の取り外し方・返却方
法を患者に説明する。患者は会計時に郵送料金の支払いを済ませ郵送伝票を受け取る。翌
日、患者は機器を専用ボックスに入れ郵送伝票を貼り付け発送する。【結果】2022.3から
2024.5までに152件実施し、新規患者は30名、3年以上実施していない患者は11名であっ
た。場所は同市内から遠方では神奈川県より返却された。検査から返却まで平均4.4日と迅
速な返却が多かったが、最長では11日かかったものもあった。8日以上かかったものは4
件あり、伝票の紛失が主な原因で今後改善が必要である。機器・備品やデータなどの破損
は0件であった。【結語】郵送対応の機器を準備する費用はかかってしまうが、機器返却の
ためだけの翌日来院をなくすことで患者や患者家族の時間的・体力的負担の軽減につながっ
ていると考える。今後、他の神経疾患患者や他科で有用か検討していきたい。

P2-218-6
発作性心房細動検出を目的とした医用テレメータ長時間心電図データの有
用性の検討
小椋∙由紀（おぐら∙ゆき）1、小幡∙博美（おばた∙ひろみ）1、杉守∙久美子（すぎもり∙くみこ）1、佐伯∙仁志（さえき∙ひとし）1、
新田∙幸一（にった∙こういち）2、原田∙佳明（はらだ∙よしあき）1

1NHO 舞鶴医療センター臨床検査科、2NHO 京都医療センター臨床検査科

【はじめに】
脳塞栓症の最適な二次予防のためにリスクの検索と病型分類は重要である。その中でも心
原性脳塞栓症の代表的な塞栓源は持続性・発作性心房細動であるが、24時間装着のホルター
心電図では発作時に不整脈を捉えることができず、診断に至らないことがある。今回我々
は入院時から装着している心電図モニタの医用テレメータ長時間心電図データを解析して
発作性心房細動が検出可能かを検討した。

【方法】
脳塞栓症を発症し当院SCUに入院され、脳塞栓症原因検索のためにホルター心電図の依頼
があった患者146例に対して、（1）長時間心電図記録器（RAC-5103、日本光電）を用いて
24時間ホルター記録を施行した。（2）入院から概ね72時間経過した同症例患者において
SCUの医用テレメータ（WEP-1450、日本光電）から長時間心電図データを抽出した。（1）
と（2）のデータを長時間心電図解析装置（DSC-5300、日本光電）にてAF候補検索後、目視
にて心房細動波形の有無を確認した。

【結果】
24時間ホルター心電図データで発作性心房細動が検出されたのは6例、抽出したテレメー
タ長時間心電図データは平均86時間となり発作性心房細動が検出されたのは10例であっ
た。そのうち4例はホルター心電図装着中には発作が起こらずテレメータ長時間心電図デー
タのみで検出された。検出された心房細動波形はAF候補検索にて全て自動検出できた。

【考察】
24時間ホルター心電図で検出されなかった発作性心房細動を医用テレメータ長時間心電図
データで捉えることができた。SCU入院患者は全例で心電図モニタを装着しており、その
データを活用することは新たな負荷をかけることがないため有益である。

P2-218-5
Remitting Seronegative Symmetrical Synovitis with Pitting Edema
症候群に男性乳癌が合併した一症例
高濱∙瞳（たかはま∙ひとみ）1、杉永∙あおい（すぎなが∙あおい）1、小村∙綾（こむら∙あや）1、佐々木∙道太郎（ささき∙みちたろう）1、
加藤∙裕一（かとう∙ゆういち）1、竹内∙保統（たけうち∙やすのり）2

1NHO 熊本再春医療センター検査科、2NHO 南九州病院研究検査科

【目的】RS3PE症候群は高齢発症のリウマトイド因子陰性の関節炎を呈する患者の鑑別疾患
の一つであり悪性腫瘍の合併率が高い。今回、RS3PE症候群と男性乳癌が合併した、稀な
症例を経験したため文献的考察を交え報告する。【症例】70代男性。2 ヶ月前から両側手指
の腫れ、しびれ、両足の浮腫など症状の増悪を主訴とし来院。理学的初見および血液、画
像所見よりRS3PE症候群が疑われた。【結果】血液検査では炎症反応高値を示し、CT検査
にて右乳房に腫瘤を認めた。乳腺エコー検査では右AC区域に浸潤性乳管癌（硬性型）が疑
われた。その後他院にて右乳房全摘出術が行われ、浸潤性乳管癌と診断された。また主症
状の原因検索においてはリウマトイド因子陰性、MMP-3、VEGFは高値であった。右手首
のMRI検査では骨膜の非特異的炎症所見認め主症状よりRS3PE症候群が疑われた。【考察】
RS3PE症候群は悪性腫瘍との合併率は31-54%と高く、消化管癌が最も多いとされている
が、乳癌の報告は稀である。原因不明の炎症反応高値、手足の浮腫を主訴としてエコー検
査が依頼された場合、RS3PE症候群の可能性も考慮し腫瘍検索を行うことで臨床側への有
益な情報提供となり得ると思われた。【結語】RS3PE症候群に男性乳癌を併発した症例を経
験した。エコー検査をする際には血液検査データ、他画像検査のほかに理学所見なども念
頭に検査に臨むことの重要性を再認識できた。

P2-218-4
当院で経験した肝原発平滑筋肉腫の1例
十時∙花帆（ととき∙かほ）、武藤∙憲太（むとう∙けんた）、喜多∙なつみ（きた∙なつみ）、藤田∙美和子（ふじた∙みわこ）、
浦山∙智子（うらやま∙さとこ）、藤野∙達也（ふじの∙たつや）、釘山∙有希（くぎやま∙ゆき）、添田∙李子（そえだ∙ももこ）、
三原∙裕美（みはら∙ゆみ）

NHO 長崎医療センター臨床検査科

【はじめに】平滑筋肉腫は悪性の軟部腫瘍の1つで，発生頻度の低さから希少がんに分類さ
れており，その中でも肝原発の平滑筋肉腫は稀である．今回，我々は肝原発平滑筋肉腫の
症例を経験したので報告する．【症例】50歳代，女性．数カ月前より上腹部の間欠痛が出現し，
近医受診．肝臓に腫瘍性病変を認めたために精査目的に当院肝臓内科へ紹介受診となった．

【血液検査所見】肝胆道系酵素の上昇を認めるが，その他，特記すべき所見は認めなかった．
【超音波検査所見】肝臓は腫大し，内部不均一な低エコー結節が多数観察され，背景肝実質
は観察不良であった．内部に血流を軽度認めたが，石灰化や液状無エコー部は指摘できな
かった．【MRI検査所見】肝両葉に壊死を伴う多数の腫瘍性病変を認めた．【病理組織学的所見】
腫瘍生検が施行され，病理組織学的に平滑筋肉腫の診断となった．【考察】平滑筋肉腫は平
滑筋細胞が発生源の間葉系腫瘍で，原発は消化管と子宮に多いとされており，肝原発は稀
である．腫瘍が増大することによる腹部症状を主訴に発見されることが多く，本症例でも
上腹部の間欠痛を契機に発見された．肝原発平滑筋肉腫に多くみられる超音波所見として，
内部不均一，隔壁や嚢胞様の低エコー域を伴うことが報告されているが，典型的な所見は
なく，診断は難渋することが多い．また，他の画像検査でも同様である．今回も画像的所
見からは診断困難で病理組織学的に肝原発平滑筋肉腫の診断となった．【結語】今回，我々
は肝原発平滑筋肉腫の1例を経験した．典型的画像所見に乏しく，診断に難渋する多発性肝
腫瘍を認めた場合は肝原発平滑筋肉腫の可能性も念頭に置いて検査を行う必要がある．
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P2-218-9

当院におけるトレッドミル検査効率化の取り組み
林∙空音（はやし∙そらね）、金沢∙あずさ（かなざわ∙あずさ）、齊木∙克央（さいき∙かつひさ）、岡村∙康子（おかむら∙やすこ）、
白取∙裕子（しらとり∙ゆうこ）、宮下∙奈津子（みやした∙なつこ）、添田∙秋来恵（そえた∙あきえ）、安部∙成美（あべ∙なるみ）、
村松∙空（むらまつ∙そら）、小川∙輝子（おがわ∙てるこ）、蓮尾∙茂幸（はすお∙しげゆき）

NHO 埼玉病院臨床検査科

【はじめに】当院では、トレッドミル検査を1件当たり20分の枠で半日に8件施行している。
検査を安全かつ効率的に行うための
取り組みについて報告する。

【現状】使用するのは、検査機器1台、電極箱2台である。検査時には医師1名、検査技師1
名が立ち合い、電極着脱を検査技師1名が担当する。着脱を含め全ての工程を検査室のみで
行うと20分を超えるため、電極着脱は別室を設け前の患者の検査と並行して実施している。
電極装着時に検査内容や注意事項を説明する。特に患者の理解が不十分な場合、怪我や事
故に繋がるため十分に説明を行った後待機してもらう。前の患者の検査が終了し検査室を
退出後、待機している患者を入室させ、立ち合い担当技師が血圧測定、安静時心電図の記
録を行い、医師が負荷を開始する。一方、退出した患者は別室にて電極の取り外しを行う。
検査後、患者に異常がない事を確認し検査終了とする。上記の工程を電極着脱担当技師と
検査立ち合い担当技師で業務を分担し連携を取り検査を進めている。

【効果】当院では、検査に平均12分、電極着脱に平均11分を要しているが、電極着脱と検
査を別室で行い、検査技師間で連携を取ることにより検査の効率化が図られている。さらに、
立ち合い医師の拘束時間の短縮にもつながっている。

【まとめ】トレッドミル検査の電極着脱を別室で行い、検査技師が連携をとり検査を進める
ことで20分枠8件の検査が可能である。今後の課題として、より一層の効率化を目指して
いきたい。

P2-218-8
呼吸機能検査の精度管理（DLco）からサンプルバックの極少亀裂を発見で
きた事例
高嶋∙瞳（たかしま∙ひとみ）、有江∙潤子（ありえ∙じゅんこ）、古川∙郁乃（ふるかわ∙いくの）、豊福∙桂菜（とよふく∙かな）、
山本∙美紗子（やまもと∙みさこ）、市村∙英彦（いちむら∙ひでひこ）

NHO 福山医療センター臨床検査科

【はじめに】呼吸機能検査において信頼性の高い測定結果と測定装置の精度を保つためには、
精度管理や機器保守は必要不可欠である。今回、肺拡散能力（以下DLco）の精度管理からサ
ンプルバックに非常に小さい亀裂を発見した事例を経験したので報告する。【方法】測定機
器：呼吸機能測定装置CHESTAC-8900。精度管理方法：始業前に3L校正シリンジを用い
て実施した。また、要員間差が無いよう精度管理方法の実技も確認している。【結果】DLco
のFA/FIは管理幅内ではあったが中央値からやや低値の結果であった。管理幅から外れる
ことなく推移していたが10月頃より、少しずつ低値へトレンドしている傾向が見られたた
めサンプルバックを確認したところ1mm程度の亀裂を発見した。サンプルバックを交換後、
再度精度管理を実施したところ管理幅は中央値に戻り、その後は、FA/FIは1.00前後で管
理されている。【考察】DLcoのFA/FIの精度管理では毎回、管理幅内に数値が納まっており
数値が異常を示さなかったことからすぐにはサンプルバックの異常に気づけなかった。亀
裂も1mm程度と肉眼でも亀裂かどうかの判別が難しく発見の遅れの要因になった。亀裂が
大きくなる前に発見できたため、患者測定値に問題は無いと考えた。【まとめ】今回、精度
管理値が管理幅内であっても低値へとトレンドしていることに気づけたことが極小亀裂の
発見につながった。日々の精度確認の重要性を改めて再認識した。
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ああ

青木 大輔 P2-215-1 ～ P2-215-9
浅井 真由美 O1-30-1 ～ O1-30-6
安達 ひとみ OR2-1 ～ OR2-7
熱海 恵理子 SY16-1 ～ SY16-7
安部 智之 P1-21-1 ～ P1-21-8
安部 晴彦 SY7
阿部 正樹 P1-100-1 ～ P1-100-6
阿部 充 P2-208-1 ～ P2-208-8
天野 美津恵 P2-184-1 ～ P2-184-8
新井 徹 OR3-1 ～ OR3-6
荒畑 創 P1-47-1 ～ P1-47-8
有尾 啓介 O2-59-1 ～ O2-59-6
有光 小百合 P1-46-1 ～ P1-46-8
安藤 恵子 PD4-1 ～ PD4-6
安東 豊 P2-143-1 ～ P2-143-7

いい

飯高 玄 P1-89-1 ～ P1-89-6
井澤 典子 P1-7-1 ～ P1-7-8
石井 達也 P2-181-1 ～ P2-181-8
石川 涼太 O1-19-1 ～ O1-19-6
石田 健一郎 O1-4-1 ～ O1-4-6
石原 一二三 P2-128-1 ～ P2-128-8
泉 知里 O1-32-1 ～ O1-32-6
井土 兼利 LS3
稲澤 淳一 PD1
井上 敦介 O1-31-1 ～ O1-31-6
井上 貴美子 OR4-1 ～ OR4-7
井上 耕一 LS9
井上 眞 O2-70-1 ～ O2-70-6
井上 靖夫 O2-37-1 ～ O2-37-6
今泉 良典 P2-188-1 ～ P2-188-8
岩﨑 浩己 SY7
岩本 翼 P2-163-1 ～ P2-163-9
尹 亨彦 LS25-1 ～ LS25-2

うう

上迫 澄世 P1-34-1 ～ P1-34-7
上新 真衣 LS26
上野 俊之 P2-198-1 ～ P2-198-7
上平 朝子 LS17-1 ～ LS17-2
 O2-64-1 ～ O2-64-7
内川 誠 SY30-1 ～ SY30-4
畝 佳子 O1-14-1 ～ O1-14-6
 P1-10-1 ～ P1-10-8

ええ

江戸 美奈子 P1-69-1 ～ P1-69-6
江本 郁子 P1-52-1 ～ P1-52-8
遠藤 麻貴子 PD1

おお

大上 寿子 P2-195-1 ～ P2-195-7
大島 至郎 O2-67-1 ～ O2-67-6
太田 修司 P2-152-1 ～ P2-152-8
太田 裕子 O2-43-1 ～ O2-43-6
大平 香織 P2-212-1 ～ P2-212-8
大槻 登季子 P1-18-1 ～ P1-18-8
大西 幸代 P2-127-1 ～ P2-127-8
大西 光雄 SP2-1 ～ SP2-7
大西 里咲 P2-178-1 ～ P2-178-8
大野 幸司 O1-3-1 ～ O1-3-6
大林 正人 W-1 ～ W-8
岡﨑 周平 P1-3-1 ～ P1-3-7
岡島 優子 SY24-1 ～ SY24-5
岡田 愛 P2-133-1 ～ P2-133-9
岡田 直子 P2-204-1 ～ P2-204-8
岡田 直秀 P1-87-1 ～ P1-87-6
岡田 真澄 P1-72-1 ～ P1-72-7
岡田 靖 SY7
尾方 克久 SY12-1 ～ SY12-4
 PD1
緒方 純子 P2-205-1 ～ P2-205-8
小川 昌宏 P1-107-1 ～ P1-107-6
奥田 準二 LS7-1 ～ LS7-2
奥田 真由美 P2-206-1 ～ P2-206-8
奥村 明之進 EL
 SY33-1 ～ SY33-5
 LS23
納村 直希 O2-58-1 ～ O2-58-6
小澤 健太郎 P1-71-1 ～ P1-71-6
小澤 祐美子 P1-48-1 ～ P1-48-8
小田 知生 P1-98-1 ～ P1-98-6
小田垣 孝雄 P1-97-1 ～ P1-97-6
尾上 一典 P2-196-1 ～ P2-196-7
小野寺 亜紀 SY31-1 ～ SY31-4

かか

加賀谷 尚史 P1-57-1 ～ P1-57-5
加瀬澤 みどり P1-39-1 ～ P1-39-8
片山 望 PD1
加藤 佳子 P2-199-1 ～ P2-199-7

門倉 幸司 O2-63-1 ～ O2-63-6
金村 米博 SP1-01 ～ SP1-10
 P2-170-1 ～ P2-170-7
壁屋 康洋 SY9-1 ～ SY9-3
上地 まり子 P2-194-1 ～ P2-194-7
神谷 しげみ O1-2-1 ～ O1-2-6
萱沼 さとみ P2-175-1 ～ P2-175-8
川口 達也 O2-47-1 ～ O2-47-7
川口 美度理 SY14-1 ～ SY14-4
川﨑 量子 P2-155-1 ～ P2-155-8
川﨑 貞男 SY3-1 ～ SY3-6
川﨑 多恵子 P2-148-1 ～ P2-148-8
川副 友 P2-144-1 ～ P2-144-7
川端 成佐 P1-31-1 ～ P1-31-7
河村 哲治 O1-25-1 ～ O1-25-5
川村 知裕 LS22
瓦谷 義隆 PD2-1 ～ PD2-5

きき

菊地 春恵 P1-15-1 ～ P1-15-8
北川 智恵子 P2-176-1 ～ P2-176-8
北川 智彦 PD3-1 ～ PD3-4
北川 弓 P1-4-1 ～ P1-4-8
木下 皓介 P1-106-1 ～ P1-106-7
木村 麻子 P1-12-1 ～ P1-12-8
木村 麻紀 O1-28-1 ～ O1-28-6
久徳 博子 P2-134-1 ～ P2-134-9

くく

久田原 郁夫 P2-156-1 ～ P2-156-8
久保 徳彦 SY6-1 ～ SY6-5
倉貫 弘務 P1-104-1 ～ P1-104-7
倉原 優 P1-68-1 ～ P1-68-6
倉元 芳枝 P1-17-1 ～ P1-17-8
久留 聡 PD1
黒田 暢一 P2-141-1 ～ P2-141-7

ここ

小池 薫 SY7
 SY33-1 ～ SY33-5
小出 志保 SY14-1 ～ SY14-4
小井土 雄一 SY23-1 ～ SY23-5
古賀 聖子 SY29-1 ～ SY29-4
小坂 佳子 P1-75-1 ～ P1-75-7
小嶋 俊久 SY18-1 ～ SY18-5
古田島 直也 P1-88-1 ～ P1-88-6
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兒玉 真穂 P1-78-1 ～ P1-78-7
小西 英一郎 PD3-1 ～ PD3-4
小西 宏一 P1-30-1 ～ P1-30-7
小林 恭子 P2-153-1 ～ P2-153-8
小林 岳彦 P2-214-1 ～ P2-214-8
小林 佳郎 SY17-1 ～ SY17-4
駒井 智子 P1-53-1 ～ P1-53-9
駒田 裕一 P1-76-1 ～ P1-76-7
小室 普嗣 SY19-1 ～ SY19-4
小森 敦正 SY7
 LS1
紺野 美香 P2-168-1 ～ P2-168-7
近野 美穂 P2-166-1 ～ P2-166-7

ささ

齋藤 隆 O1-11-1 ～ O1-11-6
斉藤 貴之 SY32-1 ～ SY32-3
齊藤 利雄 SY12-1 ～ SY12-4
齋藤 俊樹 SY2-1 ～ SY2-3
佐伯 仁志 SY4-1 ～ SY4-5
坂井 みさき P2-200-1 ～ P2-200-7
阪上 学 LS14-1 ～ LS14-2
榊原 桂 P2-146-1 ～ P2-146-7
榊原 祐子 LS8
坂田 潤一 P1-74-1 ～ P1-74-7
坂部 浩一 O2-60-1 ～ O2-60-6
坂本 昭雄 P1-43-1 ～ P1-43-8
坂本 はと恵 SY5-1 ～ SY5-5
 P1-80-1 ～ P1-80-8
阪森 亮太郎 LS18
迫井 美帆 P2-116-1 ～ P2-116-8
佐竹 千夏 P1-38-1 ～ P1-38-9
佐村 知哉 P1-79-1 ～ P1-79-7
澤邑 由美 P1-59-1 ～ P1-59-6

しし

椎木 泰華 P2-142-1 ～ P2-142-7
四方 文子 P1-85-1 ～ P1-85-5
繁田 正信 O2-55-1 ～ O2-55-4
重常 一代 P1-99-1 ～ P1-99-6
柴田 真啓 P1-55-1 ～ P1-55-5
柴山 浩彦 P2-162-1 ～ P2-162-8
渋沢 崇行 P1-29-1 ～ P1-29-7
渋谷 憲 P1-92-1 ～ P1-92-6
渋谷 博美 P1-77-1 ～ P1-77-7
 OR5-1 ～ OR5-7
島田 裕子 SY32-1 ～ SY32-3
島村 弘宗 OR1-1 ～ OR1-6
清水 順也 O1-17-1 ～ O1-17-6
清水 俊行 P2-137-1 ～ P2-137-6

清水 里夏子 O1-29-1 ～ O1-29-6
下司 有加 OR1-1 ～ OR1-6
 P2-110-1 ～ P2-110-7
下城 康史 P1-94-1 ～ P1-94-6
 P2-126-1 ～ P2-126-8
白川 憲之 P1-1-1 ～ P1-1-7
白木 照夫 O1-35-1 ～ O1-35-5
白永 由紀子 P2-115-1 ～ P2-115-8

すす

末延 聡一 SY21-1 ～ SY21-4
杉林 宏美 P1-95-1 ～ P1-95-6
杉山 雅彦 O2-51-1 ～ O2-51-6
鈴木 崇久 P2-192-1 ～ P2-192-6
鈴木 裕二 O1-6-1 ～ O1-6-6
鈴木 由美 P2-129-1 ～ P2-129-7
角南 一貴 O2-54-1 ～ O2-54-5
住田 尚子 O1-9-1 ～ O1-9-6
炭谷 容子 P2-136-1 ～ P2-136-9

せせ

関口 健一 P1-28-1 ～ P1-28-6
瀬古 由紀枝 P2-217-1 ～ P2-217-9

たた

髙田 幸千子 SY24-1 ～ SY24-5
高田 博仁 PD1
高塚 真理 P1-20-1 ～ P1-20-8
髙橋 亜衣子 O2-66-1 ～ O2-66-6
高橋 和也 P2-131-1 ～ P2-131-8
髙橋 俊明 O1-13-1 ～ O1-13-6
高橋 博貴 P1-61-1 ～ P1-61-6
高橋 洋人 P2-164-1 ～ P2-164-9
高橋 裕三 PD2-1 ～ PD2-5
髙村 純子 SY5-1 ～ SY5-5
瀧口 裕子 P2-191-1 ～ P2-191-9
滝本 宜之 OR4-1 ～ OR4-7
竹内 忍 P2-171-1 ～ P2-171-7
竹内 雄大 O2-62-1 ～ O2-62-6
竹内 幸康 O1-21-1 ～ O1-21-6
武田 篤 LS12-1 ～ LS12-2
 SY28-1 ～ SY28-3
竹田 錦紀 O2-72-1 ～ O2-72-6
竹松 茂樹 P1-11-1 ～ P1-11-8
橘 和延 P2-183-1 ～ P2-183-8
田中 英之 SY1-1 ～ SY1-8
 SL2-1 ～ SL2-2
 SY22-1 ～ SY22-3
谷澤 公伸 P2-160-1 ～ P2-160-8

谷本 耕司郎 O1-23-1 ～ O1-23-6
田宮 朗裕 O2-75-1 ～ O2-75-5
田宮 裕子 O2-61-1 ～ O2-61-6
田村 正樹 SY19-1 ～ SY19-4

つつ

坪井 陽子 P1-32-1 ～ P1-32-7
靏田 久美子 SY31-1 ～ SY31-4

てて

出口 孝志 P2-169-1 ～ P2-169-7
手島 伸 O1-20-1 ～ O1-20-6
寺尾 紀昭 P2-186-1 ～ P2-186-8
寺川 裕介 P2-140-1 ～ P2-140-7
寺下 真吾 O2-62-1 ～ O2-62-6
寺本 典弘 SY16-1 ～ SY16-7
天神 香 P2-117-1 ～ P2-117-8

とと

遠嶋 茂人 P2-109-1 ～ P2-109-7
時鳥 智美 P1-37-1 ～ P1-37-8
德永 尚之 O2-73-1 ～ O2-73-5
德丸 陽香 P1-16-1 ～ P1-16-8
徳山 信嗣 P1-96-1 ～ P1-96-6
鳥羽 真理子 P2-149-1 ～ P2-149-8
飛梅 孝子 OR5-1 ～ OR5-7
冨永 智美 P1-62-1 ～ P1-62-6
豊岡 圭子 OR3-1 ～ OR3-6
豊田 英美 P2-121-1 ～ P2-121-8
豊山 美由紀 P1-84-1 ～ P1-84-5

なな

内藤 裕子 SY27-1 ～ SY27-3
永井 聡子 SY25-1 ～ SY25-5
永井 里香 P2-209-1 ～ P2-209-8
中岡 大昂 PD1
中川 恵嗣 P1-103-1 ～ P1-103-7
中川 拓 O2-40-1 ～ O2-40-6
中蔵 伊知郎 P2-185-1 ～ P2-185-8
永阪 元基 P2-201-1 ～ P2-201-7
中島 強 P1-23-1 ～ P1-23-8
中田 雄三 P2-159-1 ～ P2-159-8
長野 清一 LS6
永野 由香里 P1-49-1 ～ P1-49-8
中橋 聖一 P1-90-1 ～ P1-90-6
中道 親昭 SY3-1 ～ SY3-6
中村 貴行 SP2-1 ～ SP2-7
 P2-111-1 ～ P2-111-7
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中村 千夏 P2-119-1 ～ P2-119-8
中村 博子 P2-120-1 ～ P2-120-8
中村 陽一郎 O2-57-1 ～ O2-57-6
中山 環 SY27-1 ～ SY27-3
波野 真伍 P2-135-1 ～ P2-135-9

にに

新野 正明 SY7
西 紗津樹 P2-118-1 ～ P2-118-8
西井 光守 P2-189-1 ～ P2-189-8
西岡 初子 P2-150-1 ～ P2-150-8
西薗 博章 O1-12-1 ～ O1-12-6
西田 勝也 P1-108-1 ～ P1-108-7
仁科 智裕 O2-74-1 ～ O2-74-4
西巻 靖和 SY29-1 ～ SY29-4
西村 健作 LS16-1 ～ LS16-2
西村 武彦 O1-16-1 ～ O1-16-6
西本 聖子 P1-40-1 ～ P1-40-8
新田 幸一 SY4-1 ～ SY4-5

ねね

根岸 明秀 SY10-1 ～ SY10-4

のの

野田 英一郎 SY34-1 ～ SY34-6
野田 一樹 P2-124-1 ～ P2-124-8
野本 友紀子 P2-202-1 ～ P2-202-8

はは

橋爪 裕子 P1-6-1 ～ P1-6-8
橋本 昌樹 P2-112-1 ～ P2-112-7
橋本 恵 P1-5-1 ～ P1-5-8
長谷川 健吾 P2-139-1 ～ P2-139-6
長谷川 浩二 P1-105-1 ～ P1-105-7
畑 啓昭 P2-165-1 ～ P2-165-6
畠山 美咲 開会式
八田 裕之 SY13-1 ～ SY13-4
服部 雄司 O1-22-1 ～ O1-22-6
花井 亜紀子 SY26-1 ～ SY26-4
花岡 拓哉 OR2-1 ～ OR2-7
林田 佳一 P1-13-1 ～ P1-13-8
速水 慶太 P2-207-1 ～ P2-207-8
原田 洋明 P1-51-1 ～ P1-51-8
半澤 里紗 P2-213-1 ～ P2-213-8

ひひ

疋島 亮子 P2-177-1 ～ P2-177-8

平尾 眞 P2-210-1 ～ P2-210-8
平尾 素宏 LS4
 LS19
平岡 尚敬 O1-18-1 ～ O1-18-6
廣内 毅 O2-39-1 ～ O2-39-6

ふふ

深澤 恵児 P1-93-1 ～ P1-93-6
深田 里美 P1-36-1 ～ P1-36-8
深谷 隆史 O1-1-1 ～ O1-1-6
福迫 直美 P2-167-1 ～ P2-167-7
福田 俊一 O2-50-1 ～ O2-50-6
福田 利明 P1-41-1 ～ P1-41-8
 LS24-1 ～ LS24-2
福田 ゆかり P2-174-1 ～ P2-174-8
福田 亮介 SY23-1 ～ SY23-5
福永 雄介 P1-56-1 ～ P1-56-5
福元 隆史 P1-8-1 ～ P1-8-8
藤井 鈴子 P2-158-1 ～ P2-158-8
藤田 貴子 P1-91-1 ～ P1-91-6
藤田 宏美 P1-27-1 ～ P1-27-9
藤本 康之 P2-157-1 ～ P2-157-8
藤原 紳祐 SY34-1 ～ SY34-6
二村 直伸 P2-130-1 ～ P2-130-8
舩戸 道徳 O2-68-1 ～ O2-68-6
船橋 正弘 P1-64-1 ～ P1-64-6
古川 順章 P2-151-1 ～ P2-151-8

へへ

別所 央城 O2-52-1 ～ O2-52-6
別府 博仁 P2-179-1 ～ P2-179-8

ほほ

坊野 静成 SY1-1 ～ SY1-8
堀江 千恵 P1-58-1 ～ P1-58-6
本田 富得 P1-35-1 ～ P1-35-7

まま

前田 宏 SY26-1 ～ SY26-4
間島 行則 O1-27-1 ～ O1-27-4
松井 利浩 SY18-1 ～ SY18-5
松井 秀夫 O1-15-1 ～ O1-15-6
松下 智子 P1-101-1 ～ P1-101-7
松下 裕子 P1-73-1 ～ P1-73-7
松谷 智子 P2-132-1 ～ P2-132-8
松村 剛 SY8-1 ～ SY8-4
松村 泰志 Opening∙Remarks
 IL2

 SSY-1 ～ SSY-3
 LS5
 SL1
 LS20-1 ～ LS20-2
眞能 正幸 LS21
丸山 裕稔 P1-86-1 ～ P1-86-6
萬谷 和広 P1-14-1 ～ P1-14-8
万波 智彦 P2-193-1 ～ P2-193-6

みみ

三浦 久美子 P2-145-1 ～ P2-145-8
三浦 崇子 O2-49-1 ～ O2-49-6
三木 秀宣 LS2
見國 真樹 P2-138-1 ～ P2-138-6
水野 実 P1-81-1 ～ P1-81-8
水間 かおり P2-154-1 ～ P2-154-8
溝口 東子 P2-113-1 ～ P2-113-7
三ツ井 貴夫 P2-211-1 ～ P2-211-7
水戸 祥江 IL1
南 和芳 O2-41-1 ～ O2-41-6
南 誠剛 P1-22-1 ～ P1-22-8
南山 誠 P1-19-1 ～ P1-19-8
源 路子 LS10
峯 哲也 O1-33-1 ～ O1-33-6
峰岸 三惠 P1-33-1 ～ P1-33-7
美馬 信夫 P1-2-1 ～ P1-2-7
三村 誠二 O2-48-1 ～ O2-48-5
宮井 美幸 O1-10-1 ～ O1-10-6
宮崎 真理子 P2-173-1 ～ P2-173-8
宮下 和覧 P1-9-1 ～ P1-9-8
宮地 隆史 SY28-1 ～ SY28-3
宮部 貴識 P1-66-1 ～ P1-66-6
 SY25-1 ～ SY25-5
宮本 宏太 P1-82-1 ～ P1-82-5

むむ

向平 昌浩 P1-45-1 ～ P1-45-8
宗清 大祐 O2-36-1 ～ O2-36-7
村上 浩之 O1-34-1 ～ O1-34-5
村上 涼子 SY6-1 ～ SY6-5
村津 圭治 P2-197-1 ～ P2-197-7

もも

樅山 幸彦 LS13-1 ～ LS13-3
森 圭佑 O1-1-1 ～ O1-1-6
森 将貴 O1-24-1 ～ O1-24-6
森 雅秀 P1-44-1 ～ P1-44-8
森内 貴子 P1-26-1 ～ P1-26-9
守重 圭悟 P1-25-1 ～ P1-25-9
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森下 典子 SY20-1 ～ SY20-5
森田 恭成 P2-161-1 ～ P2-161-8
守谷 梨絵 P2-180-1 ～ P2-180-8
森山 恵美子 P2-203-1 ～ P2-203-8

やや

安尾 利彦 O1-26-1 ～ O1-26-4
八十田 明宏 SY2-1 ～ SY2-3
 SP1-01 ～ SP1-10
柳田 直紀 O2-45-1 ～ O2-45-6
矢野 元基 P1-60-1 ～ P1-60-6
山上 幸生 P1-42-1 ～ P1-42-8
山木 裕介 P1-65-1 ～ P1-65-6
山岸 美奈子 SY20-1 ～ SY20-5
山口 恭子 P1-54-1 ～ P1-54-9
山口 ふき江 P2-147-1 ～ P2-147-8
山口 梨乃 P2-182-1 ～ P2-182-8
山崎 明子 PD1
山嵜 利紘 SY15-1 ～ SY15-4
山下 博徳 SY21-1 ～ SY21-4
山下 美奈 P1-83-1 ～ P1-83-5
山田 宗伸 SY15-1 ～ SY15-4
山西 香織 P1-102-1 ～ P1-102-7
山野 真弓 O2-53-1 ～ O2-53-5
山野上 清匡 SY22-1 ～ SY22-3
山原 純 O2-71-1 ～ O2-71-5
山本 泉美 P2-172-1 ～ P2-172-8
山本 兼司 P1-50-1 ～ P1-50-8
山本 浩平 P2-190-1 ～ P2-190-8
山本 誠 P1-63-1 ～ P1-63-6
山本 昌明 O2-38-1 ～ O2-38-6
山本 将義 O2-56-1 ～ O2-56-5
山本 真弓 O1-8-1 ～ O1-8-6
山本 真由美 P2-122-1 ～ P2-122-8
山本 靖子 P2-123-1 ～ P2-123-8

よよ

横幕 能行 P2-114-1 ～ P2-114-7
横山 典子 P2-218-1 ～ P2-218-9
吉岡 勝 O1-7-1 ～ O1-7-6
吉川 智章 P2-216-1 ～ P2-216-9
吉﨑 宣夫 P2-125-1 ～ P2-125-8
吉治 仁志 LS15
吉田 志栄 P1-67-1 ～ P1-67-6
吉田 守美子 W-1 ～ W-8
吉野 宗宏 SY13-1 ～ SY13-4
 LS24-1 ～ LS24-2
吉本 仁 SY10-1 ～ SY10-4
米澤 理香 O1-5-1 ～ O1-5-6

らら

良知 寿哉 O2-46-1 ～ O2-46-7

りり

力武 一久 PD4-1 ～ PD4-6

わわ

若井 聡智 O2-69-1 ～ O2-69-6
若林 有佳 O2-42-1 ～ O2-42-6
渡邊 佐恵美 P1-24-1 ～ P1-24-9
渡辺 幸子 LS11
渡邊 大 O2-65-1 ～ O2-65-6
渡辺 千種 P2-187-1 ～ P2-187-8
渡邉 典子 O2-44-1 ～ O2-44-6
渡邊 由紀 P1-70-1 ～ P1-70-6
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ああ

相木 佐代 O1-35-5
 LS22
相澤 舞 P1-107-2
相島 桃子 P1-14-7
会津 裕子 O1-7-4
会津 峻 P1-57-4
相羽 拓矢 O2-56-5
青木 花叡 P1-70-1
青樹 智美 P1-73-6
青木 裕美 SY12-3
青木 悠真 SY16-6
青島 崇 PD3-2
青手木 美琴 P2-175-1
青堀 尚子 P1-92-2
青山 彩乃 P2-167-2
青山 峻也 P1-82-4
青山 大樹 P1-10-6
青山 壮大 P1-2-2
赤井 愛美 P1-3-4
赤岩 愛記 P2-151-4
赤尾 正 SY27-1
赤川 英毅 SP1-01
赤木 涼太郎 P1-94-1
赤坂 さつき O1-2-4
赤澤 結貴 O2-75-4
縣 明美 P2-153-1
赤塚 綾乃 P2-116-2
赤星 千加子 SY12-4
赤松 瑞葉 P2-120-3
秋田 貴之 P1-63-6
秋永 紗希 P1-27-6
秋山 一恵 P2-216-9
秋山 新 P1-13-7
秋山 夢七 P2-145-7
秋山 優弥 P1-68-5
秋吉 明美 P2-119-4
阿久澤 嶺 O2-67-5
明比 雅人 P1-81-7
浅井 寿規 O2-73-1
朝隈 禎隆 SY34-6
朝倉 裕介 SY19-4
浅子 久美子 O1-27-2
浅田 瞳 P1-37-2
浅沼 芹南 P2-150-3
淺野 花耶子 P1-87-5
淺野 美佳 P1-38-6
朝比奈 愛理 P2-184-3

芦澤 翼 P1-61-3
芦田 楓音 P2-149-5
芦田 翔悟 P2-116-8
安心院 遥那 O1-29-5
東 敬太 P1-41-4
東 浩志 P1-51-4
東 隼 O1-12-6
足立 有彩 P2-109-2
足立 七彩 P1-37-5
足立 茉望 P1-102-6
安達 ゆり P1-53-5
安積 喜美代 P2-154-4
安孫子 絹太 O2-41-2
阿部 晃大 SY18-4
安倍 彩夏 P2-189-7
阿部 香澄 P2-203-7
阿部 憲介 P1-100-1
阿部 琴水 P2-204-4
阿部 聖司 O1-1-1
阿部 沙雪 O1-4-6
阿部 達也 SY1-5
阿部 透 P1-90-1
阿部 有希 P2-116-3
阿部 佳実 P2-120-7
天野 亜希 P2-114-4
天野 亜美 P1-54-6
天野 志保 P2-168-1
天野 祥吾 P2-196-7
新井 徹 OR3-1
 O1-25-3
荒川 宗徳 O1-20-6
新木 一弘 開会式
 Opening∙Remarks
荒木 貴光 P1-87-3
荒木 由香里 P1-72-7
新渡 礼子 P1-40-6
荒畑 創 O1-13-3
 P1-47-1
 P1-47-2
有家 巧 SY10-1
有田 凌央 P2-115-8
有馬 真尋 P2-211-1
有馬 悠貴 P1-54-7
有馬 裕二 P2-180-8
安藤 正次 P2-209-3
安藤 翔治 O1-2-5
 O1-2-6

いい

飯田 あいみ O1-5-5
飯塚 藍里 P2-213-4
飯沼 忍 P1-4-2
五十嵐 清美 P2-137-2
五十嵐 彩夏 P2-214-8
猪狩 泰子 P1-101-2
井口 朋重 P2-207-6
池上 洋平 P2-123-8
池内 智行 P1-97-1
池下 聖子 P2-129-1
池田 瑛 P1-57-3
池田 恵介 O1-6-5
池田 紗友美 P1-51-5
池田 千明 P2-119-6
池田 哲治 P1-26-4
池田 としえ P1-65-5
池田 奈央 O1-16-1
池田 洋美 P1-9-2
池滝 晶子 P1-10-1
池水 寛子 O1-19-6
池本 智博 PD3-3
井後 彩加 P2-179-6
井後 星哉 P2-186-2
石井 文彩 P1-67-1
石井 郁也 O1-15-6
石井 達也 P1-45-8
石井 美香 P2-158-6
石井 恵巳 O1-16-3
石井 里絵 P1-30-1
石井 亮太朗 P2-116-5
石上 耕司 O2-69-6
石川 愛 P2-212-5
石川 雄大 P1-60-5
石川 ひろみ P2-153-6
石川 倫章 P1-79-1
石川 ゆかり O2-61-3
石川 友貴 P2-212-8
石崎 光弘 P1-106-7
石崎 裕祐 P2-191-2
石田 朱音 P2-132-2
石田 知里 O1-27-3
石田 千穂 SY28-3
石田 茉莉夏 P2-161-3
石田 由加 P1-33-3
石塚 裕美子 P2-150-6
石飛 俊介 P2-138-6
石戸谷 奈緒 P2-136-9

石橋 聡 P1-20-7
石橋 遥 SY29-3
石橋 ひなた P1-7-8
石原 琴未 P2-164-3
石原 夕子 SY6-5
石松 鈴香 O1-30-4
石丸 啓太 OR5-3
石光 雄太 OR3-3
 O1-25-2
石光 渡 P1-15-8
伊集院 万人 P1-29-1
石渡 聖也 P2-149-3
泉 外茂子 P2-174-7
出水 みいる P1-22-3
井關 綾乃 P2-193-5
伊勢谷 祐樹 P2-146-2
位田 忍 SY12-2
板谷 怜美 P2-132-8
市村 友希 SY5-1
市村 優海 P1-48-1
一柳 明日香 P1-73-5
井筒 実里 P1-78-5
井手口 大地 P1-82-1
伊東 敦嗣 P1-2-1
伊藤 綾音 P1-83-3
伊藤 ありす P1-84-3
伊藤 壮平 P1-98-4
伊藤 武 P2-144-2
伊藤 智絵 OR2-4
伊藤 徹至 P2-180-4
伊藤 仁美 P2-182-2
伊藤 真希子 P2-178-7
伊藤 みずえ P1-101-6
伊藤 裕太 P1-28-5
伊藤 祐利 P1-70-5
伊藤 豊 SY17-4
伊東 亮治 P2-214-7
伊富 静佳 P1-36-3
稲垣 雄一 P1-11-5
稲田 顕慶 SY3-3
稲田 輝 OR2-2
稲田 律子 P1-5-8
稲本 結美 P1-5-4
稲森 祥子 O1-4-1
稲吉 瑠美 O2-68-4
乾 吉恵 P2-158-7
井上 栄里香 O2-66-4
井上 和亮 P1-38-8
井上 和希 O1-3-4
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井上 和也 SY27-2
井上 敬太 O2-68-3
井上 耕一 LS14-1
井上 翔太 P2-148-7
井上 拓志 P1-107-5
井上 千香 P1-9-5
井上 登士郎 P1-21-2
井上 紀彦 SY2-3
井上 裕之 SY22-3
井上 裕貴 SY13-2
井上 文孝 P2-130-6
井上 愛望 P1-41-2
井上 真理子 P2-212-7
井上 美智子 P2-130-2
猪野又 圭吾 P2-166-1
井ノ本 洋平 P2-169-5
井畑 淳 O2-67-2
茨 豊子 P1-106-1
今井 天晴 P2-187-4
今井 春彦 O2-39-2
今井 由香理 SY31-3
今泉 蔦子 SY24-2
伊巻 恭宏 P2-178-1
今田 南生人 O2-68-5
今田 真由美 P1-81-4
今田 美里 O1-22-4
今橋 真弓 LS17-2
今林 悠大 P1-23-2
今村 宏次郎 O2-47-7
今村 淳治 P2-114-2
今本 京大 P1-11-3
井本 賢弘 P1-43-3
伊良部 梨知子 O2-72-2
入江 愛由美 P1-45-5
岩尾 あかね P2-177-2
岩佐 学志 P2-152-6
岩崎 拓海 O2-60-1
岩崎 光流 P1-1-7
岩下 彩 P2-216-8
岩田 誠一 O2-36-4
岩田 直人 P2-124-4
岩谷 博次 SY10-2
 O2-55-3
岩中 勇磨 P1-62-1
岩永 鴻之介 P2-190-7
岩原 優菜 P1-61-4
岩本 笑佳 P1-74-3
岩元 萌花 P2-211-6
岩谷 望美 O2-66-3

うう

植木 健斗 P2-198-2
植木 理絵 P1-97-2
上嶋 伸知 O2-52-1
上杉 尚行 P1-55-4
上江田 勇介 P2-112-2
上田 裕太 O1-14-5
上田 和花名 P2-178-5
上田 郁奈代 O1-27-1
上田 純子 P1-53-2
上田 竜也 P2-211-5
上田 倫弘 O2-52-6
上田 素子 LS12-2
上田 康史 P1-93-1
上田 祐希菜 P1-80-7
上成 敏爾 P2-185-7
上野 愛子 P1-4-1
上野 あずさ P1-76-6
上野 あずみ P2-172-5
上野 香織 O1-16-4
上野 雅弘 O1-18-1
上濱 沙織 P2-141-6
上原 智博 P2-126-6
上原 美紗 SY9-1
植松 あゆみ P2-148-5
上村 和昭 O2-64-7
植村 奈緒子 O2-66-2
上山 史貴 P2-217-5
後口 征司 P1-104-7
後迫 真弓 P2-163-8
臼井 よしの P2-213-3
臼田 真菜 P1-24-6
打越 朱音 P2-146-7
内田 則彦 P1-107-3
内田 史武 O2-51-4
内野 達宏 O1-22-6
内野 佳樹 O1-4-5
内村 麻希 P2-188-1
内山 幸江 P2-163-1
宇土 美賀子 O1-10-3
有藤 直子 P2-197-7
有働 咲織 P2-163-7
宇根 愛 P2-146-4
宇野 由希子 SY7-1
梅田 雄嗣 P2-168-4
梅原 健 SY10-4
梅原 舞 P2-164-2
梅村 卓磨 P1-21-7
梅村 真由美 P1-88-2
梅本 啓史 P1-12-4
浦野 湧友 P2-200-1

浦山 悠子 O2-70-4
瓜田 学 O2-57-2
上栫 奈央子 P1-5-3

ええ

江頭 佳那 P2-200-4
江頭 順子 P1-102-4
江川 拓実 P1-67-4
江口 三貴 P1-99-4
江崎 友淳 P2-193-1
江崎 禎英 IL2
江澤 直樹 P1-3-6
枝 由季 P1-2-4
江戸 美奈子 P1-98-6
衛藤 喬瑛 P2-151-6
榎木 大介 P2-126-5
榎本 拓哉 P2-216-1
榎本 豊 O1-1-4
江橋 洋平 P1-89-4
海老原 将太 SY3-2
江村 尚悟 O1-4-2
円城寺 昭人 SY17-3
遠藤 綾香 P1-8-7
遠藤 碧 P2-142-2
遠藤 森理 O1-22-5

おお

及川 秋沙 PD2-2
 P2-137-5
及川 瞬 P1-100-2
及川 鈴 P1-32-4
大井 邦治 O2-47-2
大井 七海 P2-199-5
大井 勇秀 O1-31-6
大井 雄太 O2-50-1
大石 彰太 O2-69-2
大石 達也 P2-198-3
大石橋 龍 P1-68-3
大江 百香 P1-105-3
大江 友加里 P2-207-1
大川 友子 SY26-1
大川 雄己 P1-106-3
大川内 隆 P2-147-1
大木 綾乃 P1-39-1
大木 恭子 P2-173-7
大久保 晴明 P1-85-5
大窪 友加里 P1-9-6
大熊 彩 P1-47-6
大熊 れいら P2-210-6
大崎 慧 O1-23-1

大澤 麗美 P2-125-3
大島 彪介 O2-60-5
大嶋 祐美子 P2-159-8
大島 怜暢 P2-111-2
大城 和樹 O1-12-4
大曽根 敏彰 O2-41-6
太田 悦子 O2-36-6
太田 一輝 P2-140-7
太田 慧 O1-15-2
 SY23-4
太田 恵子 P2-206-5
太田 康介 P2-183-2
太田 幸子 O1-12-3
太田 秀美 P1-40-5
大平 香織 P2-212-1
大竹野 浩史 P1-54-1
大谷 明日香 P2-145-4
大谷 佳吾 P2-173-1
大津 暁翔 P1-60-2
大塚 冴子 O1-21-2
大塚 絢也 P1-43-4
大塚 将平 P1-51-2
大塚 眞哉 OR1-6
大塚 理人 O2-39-5
大塚 美里 P1-95-3
大月 寛美 P1-37-8
大槻 勇一朗 O2-46-4
大友 大輔 P2-186-6
大西 幸代 SY30-2
大西 純子 P2-126-1
大西 孝志 O2-46-6
大西 友弘 Opening∙Remarks
大西 光雄 SY33-5
大西 美夢 P2-213-7
大西 由華 P1-12-6
大野 開成 O2-48-1
大野 花蓮 P1-92-3
大野 孝明 P1-66-2
大野 聖莉奈 P1-6-4
大橋 賢蔵 P2-116-1
大橋 優花 P2-174-2
大林 彩乃 P1-39-2
大部 知史 P1-85-3
大深 皓生 P1-15-3
大松 佑也 P2-124-2
大道 憲二 P1-87-6
大道 真理 P1-9-7
大村 梢 P2-166-5
大村 直香 P1-8-4
大元 航暉 O2-73-3
大森 智子 P2-196-6
大宅 安代 P2-110-4
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大矢 佳寛 SY7-2
大栁 和宣 SY31-4
大山 采夏 O2-63-4
大山 和己 P2-168-7
大山 素彦 P2-156-7
岡 俊太 P2-123-4
岡 笑美 P2-210-4
岡 辰也 P1-11-4
岡 由依莉 P2-164-6
岡崎 敦子 O2-72-6
岡崎 晴夏 P1-41-6
岡崎 将人 O1-29-4
岡崎 由真 P2-190-8
小笠原 友子 O2-72-5
小笠原 将 O2-41-5
小笠原 涼太 P2-181-5
岡島 裕一 O1-23-3
岡田 京子 P1-81-1
岡田 駿 O2-44-5
岡田 渉吾 P2-140-5
岡田 優子 P2-155-2
岡田 裕子 P2-178-4
岡野 卓 P2-109-6
岡野 真弥 P2-164-1
岡野 安太朗 P2-109-1
岡野 義夫 P1-22-2
岡林 弘樹 P1-96-5
岡原 継太 P1-54-9
岡部 永莉 P2-153-4
岡部 泰幸 SP1-09
岡村 眞喜子 PD4-1
岡本 明子 SP1-05
岡本 亜祐美 P1-101-7
岡本 美和子 P2-153-5
小川 集平 O2-46-1
小川 祐介 SY26-4
小川 莉彩 O1-17-4
荻 幹 P1-18-4
沖田 綾花 P2-118-4
沖本 玲子 O2-56-1
奥家 弓美子 P1-29-3
奥園 翔太 P2-112-1
奥田 準二 LS7-1
奥野 貴子 P2-150-5
奥原 惠 P2-135-4
小熊 真由子 P2-153-3
奥村 明之進 SY33-2
奥山 舜 OR1-2
小椋 昌美 P1-88-6
小椋 由紀 P2-218-6
桶本 幸 P2-123-6
尾崎 友香 P1-34-4

尾崎 麻美 OR1-4
尾崎 大樹 P2-115-2
納村 直希 P1-46-5
小田 洋子 P2-214-6
小田 渉 P1-75-3
小田木 舞依 P2-204-7
小田切 里緒 P1-95-1
小谷 俊雄 SY18-1
尾谷 寛隆 SP2-5
落合 しのぶ P1-7-6
落合 智子 O1-29-3
落合 恵 P1-36-6
小渡 美奈子 P1-84-2
鬼木 彩乃 P1-12-2
鬼窪 利英 LS24-2
鬼塚 由大 P2-128-1
小野 亜里沙 P2-139-4
小野 奎一郎 P2-193-3
小野 妙子 P2-150-7
小野 浩生 P2-183-3
小野澤 源 SY29-1
小野田 慎平 P2-188-2
斧田 尚樹 P2-165-4
小野寺 忍 P2-196-4
小野原 貴之 P2-161-2
小畑 幸菜 P2-179-7
小原 一真 P1-28-4
小原 直紘 O1-22-2
小尾 智一 P1-108-2
小俣 杏侑実 P1-63-4
生水 颯 P1-96-2
小村 紘路 O2-60-2
面 美来 W-6
小山 仁一 P1-73-2
小山 直輝 P2-201-2
折尾 帆波 P2-111-4
織田 雄大 P1-61-6
恩田 知昂 O2-45-3
恩田 凪果 P1-39-4
恩智 敏夫 P2-142-6

かか

甲斐 あすか P2-164-5
甲斐 達夫 P1-10-7
甲斐 美津江 P2-205-2
戒能 正美 P1-9-8
香川 智子 P2-160-8
香川 拓美 P1-23-1
垣口 里奈 P1-38-4
柿崎 暁 O2-54-1
硴塚 有希 P2-162-5

柿木 美穂 P1-4-5
柿原 爽 SY1-6
柿原 野里花 P1-22-7
加來 正之 P2-110-5
影本 千晴 O2-69-5
䕃山 裕之 LS5
笠原 邑斗 O1-17-5
加地 俊彦 O2-60-6
樫尾 匡人 P2-135-5
梶川 美紅 O2-71-3
樫野 勝幸 P2-189-3
梶原 七海 O2-63-2
鹿島 房子 SY29-2
柏 綾友美 P2-177-8
柏村 佳菜 P2-159-5
悴田 倫子 P2-119-1
片江 美南子 P1-7-3
片岡 民江 P2-112-7
片岡 ちえみ P1-37-3
片田 実里 P1-25-9
片山 浩暉 P2-205-6
片山 望 O1-7-2
片寄 典子 PD4-6
加地 葵 P1-70-6
勝木 信敬 P2-211-3
甲藤 和伸 P2-143-5
勝間 亜沙子 P1-26-5
桂 大樹 P2-172-2
桂 崇子 P2-172-4
桂川 貴暉 P2-207-7
門井 洋二 LS3
加藤 宏亮 P2-162-4
加藤 紗羅 P1-59-1
加藤 貴史 P2-214-4
加藤 武 P2-208-7
加藤 瑛一 P1-66-4
加藤 美奈子 P2-148-1
加藤 優果 P1-38-3
加藤 雄也 W-2
加藤 佳子 P2-157-8
加藤 芳人 PD3-4
加藤 留美 P1-18-2
門田 芳幸 SY20-2
門野 恵莉 O1-31-1
門脇 知恵子 P1-104-5
門脇 萌花 P2-184-6
金井 恵美 P1-36-7
金井 邦光 LS16-1
 O2-55-4
金井 陸 P2-193-4
金澤 郁夫 P1-77-1
金澤 友紀 P1-14-1

金瀧 龍峰 P2-193-2
要 匡 P2-161-7
金本 沙希 P2-176-7
可児 真智子 P2-178-3
金子 一生 P2-129-2
金子 薫 O1-3-3
金子 未波 P2-214-3
金子 幸代 P1-27-2
金田 瞳 P1-9-3
印牧 弘貴 P1-21-8
兼松 大介 P2-183-4
金三津 美奈子 SY32-2
金村 米博 SP1-03
叶谷 信治雄 P2-115-4
 P2-115-7
壁屋 康洋 O2-70-1
鎌田 洋 P1-104-1
神尾 咲留未 P2-185-2
上岡 絵美 P2-212-6
神野 愛 P1-39-8
上村 一郎 P2-150-8
上村 光弘 O1-25-4
神安 柊 P2-165-1
茅島 純子 P1-38-5
茅野 凌平 P2-207-4
唐川 雅生 P1-29-4
狩野 将輝 O2-56-4
狩俣 早紀 P2-177-1
假屋 真帆 O2-55-1
河 美玉 P1-43-1
川井 凱 P2-213-6
河角 敬太 P1-22-6
川上 泰平 P2-191-9
河北 敏郎 SY33-3
川口 倫子 P2-130-5
川口 昌祐 P1-23-3
川口 美度理 P1-14-3
川口 祐奈 P1-7-5
川口 由紀子 P1-80-5
川口 諒也 P1-20-4
川久保 幸代 P2-127-7
川崎 沙也 P2-116-6
川崎 竹哉 O1-25-5
川崎 千瑛 O2-38-2
川崎 朋範 P2-156-1
川崎 元敬 P2-187-7
川下 由靖 O1-23-4
川島 修 P1-51-1
川島 聖子 P1-36-1
川角 彩香 O1-8-2
川副 友 P1-29-7
川田 涼香 P2-217-6

248 Osaka, October 18-19, 2024

The 78th Annual Meeting of Japanese Society of 
National Medical Services

813



川地 璃奈 P2-152-1
川戸 佑悟 P1-63-2
川西 瑞希 P2-116-4
川畑 早衣子 P1-24-9
河端 瞳 O2-68-1
河端 真弓 P2-121-8
川人 智久 O1-17-2
川藤 早也香 P1-49-1
河部 彩香 SY3-5
川部 真稚子 P2-185-6
川邉 祐樹 SY31-1
川俣 圭輔 O2-47-1
川道 幸司 LS13-3
川村 啓悟 O2-38-6
河村 貴士 P1-61-5
川村 知也 P2-215-2
河本 敦子 SY19-3
河原 彩 P2-149-8
神崎 貴大 O2-50-4
神田 一徳 P2-196-1
神田 智香 P2-121-5
考藤 達哉 LS1
菅野 友梨香 P2-189-2
神戸 菜奈 P2-145-3

きき

木川 幸一 SY5-2
菊池 彩夏 P2-163-9
菊地 樹大 P1-82-3
菊池 知耶 SY21-1
菊地 菜々子 P1-6-3
菊地 望 P1-91-2
菊池 教大 O2-75-5
岸 遥華 SY1-3
岸上 裕生 P1-34-5
岸添 有喜子 P2-130-4
岸本 智之 O2-50-2
木須 康太 P2-196-5
喜多 麻子 P1-6-7
北 俊之 P1-68-2
喜多 真子 P1-105-7
北川 智子 SY20-3
北川 雄一 P1-18-8
北口 英明 P2-115-6
北沢 敏男 SY4-3
北島 浩二 P2-136-7
北田 和樹 P1-54-3
北野 喜恵 P2-169-2
北野 翔馬 O2-47-3
北村 謙太 P1-23-4
北村 純一 O2-48-2

北村 直樹 LS10
北村 渚 P1-49-7
北村 百合子 P2-112-3
北山 信彰 P2-180-5
北山 まなみ P1-69-4
北湯口 孝 O1-15-5
木藤 嘉彦 O2-65-4
鬼頭 良輔 P2-157-5
城所 さつき O1-11-2
木梨 貴博 P1-65-1
木南 里菜 P1-99-6
衣川 柊太朗 O1-12-1
木之下 幸 P1-79-2
木下 雄司 O2-62-4
木下 理恵 P2-218-3
木原 実香 P1-44-3
木明 香子 SY15-2
木村 絢美 P1-60-1
木村 浩一 P2-217-2
木村 正剛 P2-131-6
木村 敏秀 P2-111-5
木村 麻紀 P2-117-8
木村 まどか P2-155-1
木村 まゆみ P1-27-8
木村 勇太 P1-55-1
木村 雄太 O1-31-5
木山 量平 P1-25-3
許 師藺 P1-90-2
清 美沙紀 P2-218-2
清 純一 P2-179-5
桐島 史明 P2-143-7
桐場 千代 P1-19-6
 P1-47-4
桐原 由香里 P2-121-6
桐山 大輝 O2-48-3
金城 安樹 P2-127-5
金本 卓 P2-197-4

くく

久木田 智之 P2-172-7
久木野 豊 P2-209-6
久郷 佳央梨 O2-74-3
草尾 明理 O2-42-5
草留 愛 O1-7-5
草原 麻紀 P1-73-3
具志堅 貢 P1-15-2
櫛田 宏幸 OR5-7
楠 千恵子 P1-97-3
楠岡 英雄 SP2-7
楠本 眞巳 P1-67-5
朽木 秀雄 O1-34-1

工藤 早苗 SY13-1
工藤 隆太 P2-167-6
国島 正義 P1-8-5
久野 咲子 P2-122-2
久野 雅子 P2-174-6
久原 楓 P2-187-5
久保 遼平 P2-111-1
窪田 佳奈子 P2-203-5
窪田 紀子 SP2-3
久保田 帆貴 P1-82-5
窪田 マキ P2-117-6
熊谷 康平 O2-64-2
熊沢 貴史 SY6-3
熊野 仁人 P2-148-8
隈元 遼佑 P1-27-9
倉見 亜希子 P2-194-6
栗栖 智 P1-105-1
栗栖 梨紗 P2-163-2
栗原 直子 P2-167-7
栗原 宏 P1-23-5
栗原 由貴美 P1-53-4
栗原 里紗 O2-58-5
栗山 陽子 P1-18-5
 P1-44-1
久留 仁 P1-68-1
黒岩 明宙 O1-6-4
黒河 大雅 P2-181-8
黒木 美佳 P1-39-6
黒崎 栄治 O1-3-2
黒瀬 潤子 P2-205-1
黒瀬 望 P1-50-4
黒瀬 百香 P1-99-5
黒原 かおり O1-34-3
桑田 敦 P1-50-5
 P1-50-6
 P2-162-8
桑田 佳明 P1-29-5
桑野 祐衣 O1-24-2
桑原 愛子 P1-73-7
桑原 瑳雪 P1-103-3
桑本 美由紀 P2-169-1

けけ

釼持 要 P1-52-7
 P2-165-5
 P2-165-6

ここ

古庵 伊吹 P2-171-1
小池 友和 P2-124-6

小池 結友 P2-207-5
小泉 亜理沙 P1-8-2
小泉 俊太郎 P1-17-4
小泉 達也 P1-26-8
小井土 啓一 P1-77-2
 P2-169-7
高坂 彩乃 P1-95-2
国府島 庸之 LS18
幸田 祐美 P2-124-1
合田 光那 P1-40-3
甲高 成美 P2-189-1
河野 樹 P2-156-2
河野 美咲 P2-134-1
高良 恵理 P1-102-3
興梠 菜穂 P2-175-4
郡 愛海 P2-189-8
古賀 一史 P1-71-4
 P1-71-5
 P2-154-8
 P2-161-1
古賀 和馬 P2-144-6
古賀 恵美 P1-78-6
古賀 潤紀 SY7-3
古賀 翔 LS13-2
古賀 大靖 P1-51-3
小久保 維菜 P2-197-5
小榑 健太 P2-161-5
小坂 利保 P1-16-4
小島 健介 P1-22-8
小嶌 美津穂 P2-203-3
古瀬 法子 O1-9-1
小関 駿 P2-120-8
小園 亜希 O2-59-2
小滝 茉佑南 P2-202-1
古田島 直也 SY30-3
小谷 詩歩 P2-177-3
小谷 貴子 P2-166-6
小谷 蒔生 O1-4-3
小谷 由美 P1-24-8
小寺 唯加 P1-80-8
後藤 彰公 P1-26-2
後藤 歩実 P1-40-7
後藤 隆 O1-9-6
後藤 千枝 P2-184-4
後藤 智彦 P2-186-7
後藤 奈緒美 P1-16-3
後藤 桃子 P2-212-2
後藤 友子 P1-35-3
小灘 登志子 P1-14-2
小沼 大祐 O1-22-3
此本 圭佑 P2-204-3
木場 優斗 O2-60-4
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小林 朱美 P2-126-7
小林 伊吹 P2-164-9
小林 英介 P2-183-1
小林 周太郎 P2-189-5
小林 翔太 P1-105-5
小林 岳彦 O2-40-3
 P2-214-2
小林 智之 P2-127-2
小林 尚幸 O2-62-6
小林 真弓 P2-195-6
小林 樹久 SY18-5
 O2-67-4
小林 未知矢 P2-111-3
小林 理英 P2-199-1
小林 倫太郎 W-8
小林 和歌子 O2-48-5
小原 美穂 P1-40-8
小松 雅行 P2-113-5
小村 隼平 P2-156-4
小室 雅人 P1-77-7
小室 龍太郎 O1-35-1
米野 琢哉 SY17-2
菰口 陽明 O2-43-1
小元 真生 O1-5-3
小森 あい華 P1-42-2
小柳 理恵子 P1-7-2
小山 穂乃佳 P1-49-6
小山 好美 P2-204-5
小山 涼子 SY16-4
小若 未来登 P1-21-1
昆 早菜 P2-134-2
金 奈々美 P2-120-1
今 寛子 P1-16-1
近藤 聡彦 P1-86-5
近藤 杏香 P1-26-7
近藤 響子 P2-151-1
近藤 恵尚 P1-12-8
近藤 沙紀 P1-33-5
近藤 さゆり SY34-5
近藤 貴子 P2-179-8
近藤 高弘 P2-213-8
近藤 千恵 P1-40-4
近藤 久禎 SY23-3
近藤 秀憲 SY14-3
近藤 美弥子 P1-24-4
今野 篤 OR2-1
昆野 沙也加 P1-59-5
今野 貴介 O2-41-1

ささ

齊藤 晶子 P1-94-2

齋藤 絵梨 SY14-1
齋藤 邦倫 SY16-2
齋藤 千紘 P2-162-2
齊藤 利雄 SY12-1
 LS6
 P1-47-7
齋藤 俊樹 SY2-1
 SP1-02
斎藤 知二 O1-3-6
齋藤 秀和 P2-188-8
齋藤 宙己 P1-63-1
斉藤 博人 P1-42-8
斉藤 昌子 O1-26-2
斉藤 雅哉 O1-24-4
齋藤 美希乃 P2-156-6
齋藤 美穂子 O1-21-4
齋藤 萌 P2-203-6
齋藤 友梨恵 P2-133-3
齋藤 良一 O1-4-4
佐伯 裕美 P2-216-4
早乙女 桃香 SY1-4
坂井 研一 P1-19-7
酒井 早 SY32-1
酒井 秀輝 P1-91-5
坂井 文哉 P1-25-5
坂井 みさき P2-147-5
酒井 光明 P2-139-5
酒井 椋平 W-4
阪上 友介 P2-194-4
榮 大喜 P2-158-1
栄 信孝 P2-131-1
阪上 学 SY23-2
榊原 愛 OR3-5
坂口 晋哉 P2-179-1
坂倉 康正 O2-40-4
坂田 章悟 P1-17-2
坂田 貴紀 P1-25-8
酒谷 麻梨菜 P1-31-2
坂根 朋弥 P2-122-8
坂元 一郎 O2-36-1
坂本 和彦 P1-21-4
坂本 輝 SY1-5
坂本 富貴 P1-70-4
坂本 美咲 O1-30-5
坂本 雄哉 SY1-2
坂本 崚輔 P1-72-5
相良 暁 SP2-1
崎向 幸江 P2-188-3
作 慎一郎 P2-198-5
佐久間 あずさ P1-106-6
櫻井 淳奈 P1-78-4
櫻井 幸子 O2-64-4

櫻井 美里 P1-35-2
櫻井 睦美 P1-66-1
櫻井 友紀 P2-146-5
櫻田 直了 P2-170-1
酒本 千誠 P2-152-7
佐合 和美 P2-205-8
佐合 操 O2-58-4
迫田 真明 P2-135-9
篠ケ瀬 知 P1-25-1
笹川 安麗 P2-134-6
佐々木 晃子 P2-194-1
佐々木 恭兵 P2-117-1
佐々木 健将 P1-12-1
佐々木 祥子 P2-158-5
佐々木 千波 P1-103-5
佐々木 ちはる P2-167-1
佐々木 暉 P1-71-1
佐々木 祐二 P1-35-1
佐々木 祐太 O2-74-2
佐々木 芳恵 P1-50-3
笹倉 綾子 P1-24-3
笹原 捺未 O1-31-4
笹原 祐介 O2-50-3
佐多 菜穂子 P1-35-7
佐藤 一哉 SP2-4
 P2-164-7
佐藤 純也 P1-45-1
佐藤 晶子 P2-215-9
佐藤 優 P1-103-7
佐藤 大介 SY8-1
佐藤 拓海 SY5-3
佐藤 榛名 P1-1-3
佐藤 弘教 P2-217-9
佐藤 史明 P1-62-4
佐藤 美香 P2-175-5
佐藤 美沙子 P2-202-7
佐藤 悠 P2-207-8
佐藤 祐子 O2-36-5
佐藤 友美子 P1-96-6
佐藤 龍人 O1-33-2
佐藤 涼 P1-37-1
佐藤 嶺衣 O1-17-1
佐野 悠生 P1-24-2
佐野 裕司 P2-125-2
サブレ森田 さゆり P2-209-5
更谷 朱里 P2-190-2
沢口 夏季 P1-9-1
澤田 一輝 P1-11-7
澤田 周矢 P2-200-5
澤田 舞 P2-215-4
澤田 夢乃 P2-152-8
澤田 吉人 OR5-6

澤西 麻里 P2-113-7
沢登 恵美 P2-130-1

しし

椎木 陽啓 P1-93-2
塩田 佳代 P1-34-1
塩谷 純朗 O1-14-3
四方 文子 P2-112-4
鹿内 裕恵 P1-48-4
重野 かおる P2-186-1
重政 真衣 O1-34-5
重村 玲 P1-67-3
宍倉 慶憲 P1-20-2
七黒 由梨 P2-113-3
品田 葵 P2-163-5
品田 祐希 O1-30-3
篠 伊織 SY1-2
篠崎 大智 P1-56-4
篠原 明香 P2-213-5
篠原 桃子 P1-31-3
篠原 裕美子 O1-19-5
篠原 友理 P1-94-3
篠原 竜太 P1-13-5
志波 淳美 P1-58-3
柴田 鮎美 P2-159-6
柴田 浩司 P2-147-4
柴田 大貴 O2-63-5
柴田 優子 SY31-2
芝田 麗奈 P2-133-4
柴野 穂乃佳 O2-44-6
柴山 笑凜 O2-70-6
芝山 稔正 LS20-2
島居 彩香 O2-68-2
島添 悟亨 SSY-2
島田 知子 O1-29-1
島田 真菜美 P1-98-2
島内 望巳 P1-58-5
島本 惟 P2-192-6
四丸 真俊 P1-86-1
清水 敦子 P1-33-4
清水 綾子 P1-62-6
志水 唯月 P1-51-8
清水 和彦 P1-78-3
清水 功一郎 P2-199-7
清水 聡子 P1-89-6
清水 重喜 SY16-5
清水 俊宏 O1-35-3
清水 友章 SY4-1
 SY4-2
清水 友乃 P1-103-2
清水 真人 O1-11-3
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清水 眞幸 P2-171-3
清水 美佐 P2-136-2
清水 宥吾 P1-48-7
清水 良太 PD4-2
清水 遼太朗 O2-59-4
志村 祐香 P1-78-1
下地 啓太 P1-32-3
下田 しおり P2-118-7
下田 順子 SY26-2
下堀 晃徳 SY1-8
霜村 健 P2-117-4
釋迦堂 充 P1-17-7
上木 英人 P1-3-7
庄子 拓良 P2-190-5
生野 夏菜 P1-49-8
庄野 三郎 SY4-4
 P2-128-2
城野 香穂 O1-9-2
白石 剛士 O2-52-5
白石 裕一 P1-108-1
白石 瑞季 P2-154-1
白川 美玖 P1-27-5
白取 彩香 P1-37-7
白鳥 志保 P1-27-3
白永 由紀子 LS25-2
シリポンヴティコーン ヤナカウィー
 SY18-3
白水 春香 SY3-6
城川 莉奈 P1-18-6
城間 啓多 OR4-7
志波 幸子 P1-44-4
新開 美香 P1-44-7
新川 遼太郎 O1-18-3
新﨑 信一郎 LS8
新城 実玖 P2-133-9
進藤 雅之 P1-74-1
神野 未佳 P2-114-3
新保 一 P2-110-2

すす

隨原 さとえ P2-129-3
末兼 和佳 P1-83-5
末田 聖倫 LS7-2
末永 翔平 P1-41-5
末永 雅也 O2-73-2
末松 厚子 SY24-3
菅 俊文 P1-104-4
須賀 裕輔 O1-14-4
菅原 茉依 P1-8-6
菅原 由香里 PD4-5
杉尾 由希子 P1-102-1

杉島 里子 P1-87-2
杉田 朋美 P1-59-2
杉原 太一 P1-51-6
杉本 達朗 P1-52-3
杉山 和美 P2-112-6
杉山 典央 P2-186-4
杉山 美玖 P2-216-5
助実 杏奈 O1-10-5
須崎 成実 P2-159-2
鈴 美里 P1-33-7
鈴木 亜希 P1-59-6
鈴木 瑛梨 P1-94-4
鈴木 克之 P1-10-5
鈴木 京子 P2-155-3
鈴木 翔太 O1-8-5
鈴木 哲士 SY1-4
鈴木 友博 P2-140-3
鈴木 望愛 P1-20-5
鈴木 光流 P1-75-2
鈴木 英祐 P1-57-5
鈴木 黛 P2-131-5
鈴木 道生 O1-3-5
鈴木 萌日 P1-79-6
鈴木 森香 P1-34-7
鈴木 勇紀 P1-90-5
鈴木 悠史 P1-90-6
鈴木 裕美 P2-119-8
鈴木 善之 P2-188-7
須藤 正子 O2-43-4
砂川 厚美 P2-173-6
須内 留美子 P1-106-4
須磨 則正 P2-143-3
角 謙介 OR1-3
 O2-40-6
住井 遼平 O2-74-1
炭田 淳 P2-161-4
隅田 美穂 P1-50-8

せせ

青海 未来 P2-205-4
生和 良の P1-20-3
瀬尾 美咲 P1-14-5
瀬尾 めぐみ P2-170-7
瀬尾 八栄美 P2-139-3
関 守信 LS12-1
関口 華乃 P1-10-8
関口 遥 P2-190-6
瀬口 理恵 SY14-4
 P1-80-1
瀬戸西 徳人 P2-192-5
瀬能 麻実 P2-150-1

妹尾 みどり SY8-4
仙石 歩夢 P2-123-2
仙波 伊知子 P1-73-1
泉名 ひとみ P2-176-8

そそ

宗 満里奈 P2-166-2
早田 博行 P2-109-7
副島 啓司 P2-151-2
添田 李子 P2-138-2
園田 哲也 O2-39-3
其田 祐理 P1-39-7
薗畑 勇佑 P1-88-5

たた

大黒 咲葉 P2-181-7
大黒 陽蔵 P1-103-4
平良 恵 P1-27-1
高井 みゆき P2-203-4
高江洲 昌江 P2-209-2
高岡 佐奈美 P1-32-6
高木 利栄子 P2-127-4
高木 明日香 P2-173-8
高木 彩菜 P2-183-7
高木 ももこ P2-201-1
高久 弥生 P1-30-3
高島 輝直 O2-52-4
高嶋 瞳 P2-218-8
高嶋 浩嗣 P2-170-2
髙杉 里菜 P1-56-3
高瀬 昌浩 P1-104-2
多方 実彩 P1-66-3
高田 薫子 P2-154-5
高田 慎也 SY25-1
高田 正弘 O2-64-1
高田 学 P2-200-3
高田 賀将 O1-15-1
高永 恵 P2-218-1
高梨 美幸 P2-199-3
高野 一誉 P1-1-6
高野 慶子 P1-89-5
高橋 晶子 P2-128-3
高橋 綾子 O1-20-1
高橋 歩実 P1-66-6
高橋 快 P2-109-4
高橋 海翔 P2-115-1
高橋 和也 P2-131-7
高橋 邦明 P1-2-5
高橋 聡子 P2-126-4
高橋 爽 P2-184-1

高橋 小百合 P2-205-3
高橋 信 O1-23-5
高橋 伸弥 O2-37-5
高橋 俊明 O1-13-5
高橋 知子 P2-215-1
高橋 仁美 P2-194-5
高橋 弘季 P1-11-2
高橋 寛人 P1-42-4
高橋 卓 P2-172-6
高橋 勇介 P2-207-2
高橋 理紗 P1-83-2
高濱 瞳 P2-218-5
高原 史郎 SY33-4
高原 政利 O1-25-1
髙樋 康一郎 SY18-2
 O2-67-6
高松 英莉子 P2-192-2
高見 奈生 P2-157-7
田上 敦朗 P2-144-1
高道 香織 P1-108-6
髙村 純子 OR3-6
多賀谷 正志 PD2-5
高山 有美子 O1-28-5
田川 駿斗 P1-96-3
滝 彩香 P1-48-5
瀧口 尚 P1-93-5
滝田 純子 O2-37-6
滝野 雅文 O1-9-5
滝本 宜之 OR4-4
瀧本 南可 P2-146-1
田口 健一 SY16-1
田口 博一 P1-45-6
田口 裕子 SY34-2
田口 諒 SY1-6
宅本 怜央 P1-42-6
田倉 美咲 P1-72-3
竹内 栄治 O2-75-1
武内 豪 O2-58-6
竹内 晴香 P2-120-4
竹内 啓喜 P1-18-7
竹内 幸康 O1-13-4
竹内 佳美 P2-180-6
竹川 祐以 P1-41-7
武重 彩子 P2-154-7
竹下 晃 P2-127-1
竹下 卓 P1-67-6
竹田 彩希 P2-129-7
武田 理宏 LS26
武田 尚樹 O2-50-5
武田 実優 P1-93-6
武田 由美 O1-28-2
 O1-28-3
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竹橋 りの P1-39-3
竹藤 昇平 O2-39-1
武部 優花 P2-125-1
竹森 佳代子 SY3-4
田澤 千明 O2-54-4
田實 裕嗣 P2-191-4
田島 綾花 P2-202-5
田嶋 郷 O1-26-4
田島 直己 P2-175-3
太嶋 友里 P2-188-4
田尻 理恵子 P2-185-8
田代 早紀 P1-21-3
多田 賀津子 LS20-1
多田 英喜 P1-89-3
橘 緑里 P2-117-7
立石 千咲 P1-49-3
田中 彰子 SSY-1
田中 暁人 P2-152-4
田中 朝海 P2-133-2
田中 笑 P1-79-7
田中 哉枝 O2-59-1
田中 紀代美 PD4-4
田中 吟治 P2-181-3
田中 啓一郎 O2-72-3
田中 晃佑 P1-66-5
田中 こうや P2-216-6
田中 成和 O2-61-6
田中 志歩 O1-32-4
田中 大輝 P2-164-8
田中 孝浩 P1-5-6
田中 透 P2-124-7
田中 俊行 P1-40-1
田中 宣暁 LS14-2
田中 伸之 LS16-2
田中 雅子 P2-215-5
田中 真史 OR2-3
田中 雅 P1-46-3
田中 真由 P2-190-3
田中 美香 O2-49-1
田中 碧 P1-89-1
田中 美帆 O2-45-6
田中 佳人 P1-22-1
田靡 康代 P2-203-2
田邊 富江 P1-5-7
谷 篤志 O2-71-1
谷 菜穂 P2-190-1
谷池 美佳 P1-48-6
谷内 涼馬 O1-18-2
谷口 謙 P2-205-5
谷口 寿章 P1-44-5
谷口 真志 P2-171-7
谷口 真里 P2-146-3

谷口 裕太郎 P1-107-6
谷口 由恵 P1-5-5
谷崎 知亜紀 P2-182-4
谷本 安 P1-97-6
 O2-65-6
田場 要 SY30-4
田畑 知法 O2-58-1
田渕 友美 P2-210-3
玉川 進 P1-83-1
玉木 亜矢子 P1-53-7
玉村 真弓 P2-122-7
民田 樹生 P1-54-4
田宮 瑶子 P2-184-5
田向 宏和 SY6-4
田向 幸 P1-92-4
田村 泉 P2-121-7
田村 節子 P2-125-7
田村 照子 P2-122-3
田村 憲昭 P1-81-2
田村 浩美 P1-8-8
田村 雅巳 P2-217-8
田村 茉友香 P1-107-4
田本 奈津恵 P2-172-8
田山 美由紀 SY23-5
丹野 由梨 P1-20-8

ちち

千坂 容子 P1-108-4
千田 祥子 P2-186-8
知念 成美 P1-92-5
張 大鎮 P2-143-6

つつ

月岡 亮 P1-28-1
辻 日向子 P2-136-5
辻 めぐみ P1-4-8
辻岡 舞衣子 P1-36-2
辻西 和幸 P2-162-6
辻原 美智雄 P2-198-1
土田 佳代 P1-69-2
筒井 昭詔 P1-25-4
筒井 円香 O1-34-4
筒井 三記子 O1-28-4
都築 明里 P2-173-3
堤 健司 P2-208-6
綱本 郷子 SY20-1
津波古 貴也 O1-32-1
坪井 丈治 O2-45-5
坪井 知正 OR3-2
坪井 奈巳 O1-28-6

坪井 涼 P2-188-6
坪倉 美由紀 P2-129-4
坪根 瞳 P2-215-3
津曲 恭一 P1-77-4
津本 周作 SY2-2
露口 一成 O2-65-3
鶴賀 叶女 P2-154-2
靏田 久美子 O1-15-3
鶴見 暁子 O1-33-6
鶴山 萌子 P1-11-1

てて

手島 海斗 P1-75-1
手島 伸 O1-20-5
寺尾 実華 P2-167-5
寺島 奈央 P2-205-7
寺田 幸司 O1-6-3
寺田 達弘 P1-19-1
寺田 博子 P2-206-3
寺本 秀和 LS10
寺山 恵子 P1-41-3
照屋 寛靖 O1-19-2

とと

土居 明美 O1-19-4
土井 さおり O1-31-3
土井 広貴 P2-166-3
塔岡 愛弓 P2-215-6
當田 晶子 P1-100-3
藤堂 綾香 P2-183-8
道面 将嗣 P2-138-3
砥上 恭子 SY9-2
 P1-99-3
戸川 謙太 P1-74-5
徳島 乾造 P1-12-7
徳田 諭道 P1-52-1
徳田 直子 P2-119-3
渡久地 政志 O1-12-2
徳永 修 SY21-3
徳永 光煕 O1-18-4
徳元 翼 P2-169-4
徳本 雄己 O2-59-6
利光 彩加 P1-26-3
利光 恵利子 SY6-1
戸田 渚 P2-124-8
栩木 弘和 P1-97-4
十時 花帆 P2-218-4
十七 志帆 O2-56-3
殿水 薫 P2-210-7
飛梅 孝子 OR5-1

戸水 尚希 P2-136-3
富田 朱子 P2-174-1
冨田 泉 O2-64-6
富田 志保 O2-66-1
富田 萌 P1-88-1
富田 玲奈 O1-9-4
冨永 哲 SY24-5
富永 圭一 P2-137-3
冨満 加奈 P2-128-7
冨吉 桃佳 P2-118-6
友近 昌美 P2-206-4
豊嶋 昌弥 P2-163-4
豊田 朋未 P2-132-4
豊田 実咲 P1-104-3
鳥居 龍平 SY26-3
鳥海 真也 P1-11-8
鳥越 俊宏 P2-144-3
鳥原 滉太 P2-209-8
頓所 史恵 P1-48-8

なな

内藤 潤 P2-182-1
 P2-200-6
内藤 裕治 LS13-1
 P2-124-3
内藤 若菜 P1-103-1
直江 珠美 P1-7-1
中 若奈 P2-159-1
中井 智仁 P1-13-1
中井 紘子 P2-167-4
長井 立城 O2-41-4
永井 宏和 SY20-4
長井 稔 P1-29-6
永井 康宏 P1-25-7
仲井間 敬子 P1-64-1
中内 剛 P2-134-3
中尾 佳世 P1-77-3
中尾 弘 SY19-2
永尾 勇 P1-64-3
長岡 孝典 O2-72-1
中川 綾華 P1-69-6
中川 歩美 P1-68-4
中川 栄二 OR3-4
中川 賀代 P2-174-3
中川 喜久美 O1-29-6
中川 知佳子 P2-147-3
中川 智博 P2-135-1
中川 誠 SY30-1
中川 茉奈美 P1-69-1
中川 結女 O2-42-2
中川 莉佳子 P1-95-4
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長郷 知未 P1-54-2
中澤 一治 P2-123-5
中沢 まゆみ P2-141-4
中澤 佳功 P1-30-5
中嶋 敏司 P2-187-6
中島 寿久 SY13-3
中島 恵 P2-154-6
中島 翼 P1-25-2
中嶋 直人 P1-43-6
中島 直哉 O1-21-3
中島 奈穂子 P2-125-8
中嶋 宏 P2-145-2
中島 真奈美 O1-30-2
長島 恵子 P1-93-4
長島 浩二 SY25-2
中須賀 彩夏 P2-173-4
永瀬 晶 P2-143-1
仲宗根 健太 O2-60-3
仲田 浩成 P2-136-6
中田 正明 PD3-1
中田 賢 P2-144-4
中田 聡子 P2-170-3
永田 修 O1-20-4
永田 健太郎 P1-11-6
永田 翔子 P2-136-4
永田 啓代 P2-152-2
長田 みか P1-65-4
長田 瑠衣子 P1-40-2
中谷 明央 P1-17-5
永谷 大輔 P2-140-6
中塚 春奈 P1-38-9
中塚 幸宏 P1-64-2
中津川 泰生 P1-75-7
長門石 光司 P2-200-2
中西 剛志 P2-185-4
長沼 真歩 P2-216-2
仲野 聖加 O2-69-1
中野 志保 P1-39-5
中野 博美 P2-135-3
中野 優香 O2-42-3
永野 愛梨 SY1-4
長野 真唯 P1-1-5
中野渡 優人 O2-75-2
中橋 麻友 P1-12-5
中橋 有紀 P1-48-2
中原 慶祐 P2-130-8
中平 光次朗 P2-134-4
仲間 賢治 P2-201-4
永松 智子 P1-72-1
中村 敦子 P2-206-1
中村 篤 P2-180-3
中村 海 P1-28-3

中村 紗々羅 O2-61-1
中村 伸太郎 LS11
仲村 大地 P2-149-7
中村 智子 P2-128-6
中村 なぎさ P2-206-7
中村 菜都美 O2-45-2
中村 徳明 P1-45-2
中村 寛之 P2-147-6
中村 舞奈 P1-102-7
中村 美紗季 SY10-3
中村 めぐみ P1-95-6
中村 恵 P1-14-6
中村 守男 O2-64-5
中村 祐樹 O2-69-3
中村 祐子 PD2-4
中村 由美 P1-6-8
中村 優里 P2-179-4
中村 陽一郎 OR1-1
中村 李子 O1-11-6
中村 律子 O1-19-1
中本 心愛 P2-211-7
中本 恵 P1-5-2
永元 宏起 P2-127-3
中矢 亮 O2-48-4
長屋 祐太郎 P1-1-1
中山 アツ子 P1-36-4
中山 照雄 SY5-4
中山 智美 P1-58-1
中山 二三 P2-134-7
中山 舞 P1-101-1
中山 美帆 O1-2-1
 P2-127-8
中山 元也 LS25-1
中山 雄介 O2-58-2
長山 あゆみ O2-54-5
永吉 春楠 P1-72-2
名越 晃子 P1-17-6
那須 あすみ P1-53-1
那須野 輔 P1-75-4
夏井 純 P2-178-2
名取 晃大 O2-47-4
並崎 直美 P2-168-3
浪久 悠 P1-15-6
奈良場 啓 SY34-3
楢原 すみれ P2-189-6
成清 羊佳 OR5-2
成澤 佳永 SY1-7
成瀬 航 P1-88-3
難波 良紘 P1-52-5

にに

仁井 亜由美 P2-153-7
新妻 麗華 P1-31-4
西馬 信一 SY8-2
西海 大樹 W-3
西岡 孝浩 P1-28-2
西川 準 P1-13-6
西川 菜央 P2-215-7
西崎 武文 P2-191-5
西澤 奎太 O1-24-3
西沢 拓也 P1-89-2
西園 馨子 P1-23-8
 P1-71-6
西田 憲二 O2-49-2
 O2-57-1
西田 淳基 P2-110-7
西田 大輔 O1-13-2
西田 寛規 P1-29-2
西濱 佑斗 P2-157-1
西前 健司 P2-171-2
西牧 謙吾 SY15-1
西村 幾美 P1-35-6
西村 和美 P2-207-3
西村 友裕 SY27-3
西村 仁志 P1-16-6
西村 真希 P1-3-2
西村 真理子 P1-72-6
西村 優香 P2-182-3
西村 友香子 P2-209-7
西山 麻美 O2-49-6
西山 千晴 O2-49-4
新田 亮 P2-185-5
蜷木 葉菜 O1-16-6
仁平 知保 P2-215-8
二萬 英斗 P1-45-7

ぬぬ

沼倉 晃子 P2-142-4
沼沢 彩華 SY15-3

のの

野池 航季 O1-32-5
野木 真一 P1-44-6
野口 啓太 O1-3-1
野口 智生 O2-62-3
野口 美貴 P1-68-6
野口 美穂 P2-203-1
野坂 麦帆 P2-142-3
野坂 麻己美 P2-174-4

野崎 和美 P1-56-5
野崎 さつき P1-33-2
野崎 基亜 O2-69-4
野崎 裕子 P2-144-7
野澤 楓 O2-61-2
野田 翔平 P1-22-5
野田 成哉 P1-19-5
野田 直孝 O2-40-1
 P2-160-1
 P2-160-2
 P2-160-3
野田 大倫 P1-43-5
野田 有利恵 P1-57-2
野館 陽 O1-21-1
野中 優 P1-49-2
埜邉 雪乃 P2-117-3
野村 佳子 P2-161-6
野村 直幸 SY25-3
乃村 道大 P2-211-2
野村 優里 P1-38-2
野元 翔平 P1-50-1
野呂 千鶴 P2-126-8

はは

配島 功成 P2-208-5
芳賀 奈穂子 P2-204-8
萩野 哲広 SY7-4
萩原 大護 P1-105-2
朴 貴瑛 P2-131-4
橋口 香 P2-149-1
橋口 美樹 P1-8-3
橋倉 梢 P1-70-3
橋立 さゆり P2-181-2
橋爪 こころ O1-10-2
橋爪 俊和 P1-77-5
橋詰 みなみ P2-198-6
橋本 将矢 O1-8-4
橋本 美香 P2-147-8
橋本 未雷 LS24-1
橋本 優紀 P2-206-8
羽白 亮 W-5
長谷川 あゆみ O1-10-4
長谷川 誉 O1-18-5
長谷川 真未 OR1-5
長谷山 奈歩 P2-178-6
畑 源一郎 P2-140-2
秦 浩信 O2-52-2
畑 真実 P2-120-5
畑 瑠夏 P1-74-7
羽田 明日子 OR2-7
羽田 楓 P2-169-3
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羽田 かおる P2-136-1
畠中 暁子 O2-43-3
畠山 慎 P2-140-4
畠山 督道 P1-99-1
畑澤 美智子 P2-133-5
 P2-148-2
波多間 茉子 O1-32-3
畑山 絵梨 P2-173-5
八長 千尋 P1-100-5
服部 正嗣 O2-38-3
服部 将也 P1-44-8
服部 亮 P1-32-2
羽鳥 裕美子 O2-57-4
花井 亜紀子 O1-7-6
花井 耀生 P2-111-6
花村 一葉 P2-168-5
馬場 健太郎 P1-46-1
馬場 智子 O1-34-2
馬場 まゆみ P2-162-3
羽原 綾佑 P2-217-1
波部 彩乃 P1-41-8
濱 瑞貴 O2-46-7
浜口 智美 O2-42-6
濱口 春妃 O1-6-1
濱田 杏実 O2-39-6
濱田 久美 O2-65-2
濱田 秋平 O1-8-6
濱田 高枝 P2-119-7
濱田 緋奈 P2-118-3
濱田 里香 O2-57-3
濱地 菜々 P1-49-5
濱野 亮輔 O2-38-1
浜本 周 O2-67-3
早川 直子 P2-195-1
林 海成 P2-186-3
林 勝仁 O2-71-2
林 純子 P2-139-6
早矢仕 翔太 P1-14-4
林 空音 P2-218-9
林 美里 P2-153-8
林 美野里 P1-35-4
林 祐希 P2-166-7
林 祐樹 P1-4-6
林 裕子 P2-195-4
林 由貴 P2-217-3
林 有美 P1-33-6
林 由里香 P1-26-1
林下 翔城 P2-217-7
林田 佳一 P1-90-3
速水 慶太 P2-157-2
原 詩織 P1-83-4
原 伸好 P1-31-5

原 桃子 P2-202-3
原 友太 O2-38-4
原口 晋一 P1-87-4
原田 高行 P1-54-5
原田 拓弥 P2-157-6
原田 智也 P2-208-1
原田 直樹 P2-120-2
原田 麻由 P2-145-6
原田 萌波 P2-145-1
原田 侑香里 P2-138-5
原野 めぐみ P2-142-1
原本 洋海 P2-118-8
春川 恭子 P2-158-8
伴 春奈 P2-192-1
半田 宏樹 P1-1-4
坂東 和晃 P1-93-3

ひひ

日浦 雄太 O2-73-4
比嘉 奈々 P1-15-4
樋掛 尚文 P1-15-5
東 政美 P1-85-1
東 真奈美 P1-108-5
東 美緒 O2-59-3
東 美由紀 P2-132-3
東島 幸道 P2-144-5
東谷 健太 P1-55-3
東出 美香 P1-18-1
東野 和美 P1-84-1
 P1-94-6
引野 愛莉香 P2-160-6
樋口 栄二 P1-60-4
樋口 清美 P2-110-6
樋口 貴士 P2-210-5
樋口 聖 P2-210-2
樋口 智之 P1-104-6
樋口 雄一郎 O2-45-4
肥後 雅子 O2-63-3
久永 恵子 P1-24-1
久松 大祐 SY25-5
飛田 まき P2-117-2
秀島 侑里花 P1-24-7
尾藤 瑳紀 P1-25-6
人見 啓介 P1-38-1
人見 暢彦 P2-115-5
 P2-145-5
日根 悦子 P1-15-1
日比野 淳 P1-7-4
日吉 尚 P1-23-7
日吉 晴香 SY1-1
平位 和寛 P2-201-6

平井 隆昌 P1-17-3
平池 美香子 P1-52-6
平尾 朱音 P1-58-4
平尾 明子 P2-173-2
平岡 紀代美 O1-20-3
平岡 淳子 P1-4-7
平川 善徳 P2-196-2
平砂 真美 P2-155-5
平野 翔 P2-148-6
平野 誠一郎 P2-157-4
平野 智也 P2-180-2
平野 愛実 P2-125-6
平野 裕也 P1-64-6
平林 秀裕 SY9-3
平原 拓馬 P2-188-5
平山 智草 P2-150-4
平山 愛実 P1-92-1
廣尾 千晴 O1-33-1
廣川 誉 O2-37-2
廣瀬 翔 P1-92-6
廣瀬 太紀 P1-60-6
広瀬 雅樹 P2-160-5
広瀬 亮介 O1-11-1
廣田 尚美 P1-53-3
廣田 侑真 P2-151-3
広田 美江 O1-24-5
廣中 美由紀 O1-8-1
廣野 さつき P1-62-2

ふふ

深瀬 史江 P2-155-7
深瀬 真由美 P1-33-1
深田 陽子 O2-57-6
深津 美緒 P1-12-3
深町 素子 O2-42-4
深水 一磨 P1-21-6
福澤 美夕 P1-102-2
福島 和彦 O2-65-5
福島 庸希 P2-123-3
福嶌 五月 SY33-1
福嶋 壮真 O2-39-4
福嶋 尚子 P1-102-5
福嶋 直大 P2-162-7
福島 遼太 P2-171-6
福田 哲也 P1-42-3
福田 晋久 P1-55-5
福田 玲 P1-46-7
福田 彩華 P1-74-2
福田 育美 SY21-2
福田 隆文 O2-55-2
福田 晃大 P2-166-4

福田 優子 P2-183-6
福地 耕介 P2-180-7
福滿 俊和 P1-13-8
福本 絵美菜 P2-143-2
福元 大介 P1-44-2
福山 聡 P2-160-4
袋井 梨江 P2-172-3
冨士 里紗 O1-31-2
藤井 孝充 P1-28-6
藤井 ひかり P1-75-5
藤井 雅子 O2-49-5
藤井 美紗子 P1-16-5
藤井 光輝 PD4-3
藤井 大和 P2-179-2
藤井 勇気 P1-105-4
藤井 友希 P2-187-2
藤井 祐太朗 P1-51-7
藤井 雄太郎 P2-133-7
藤尾 佳穂 P1-45-4
藤岡 正樹 P1-46-2
 P1-46-6
 P1-71-3
 P2-114-7
 P2-132-1
藤嵜 孝次 P2-130-7
藤崎 浩太郎 P1-18-3
藤崎 奈穂 P2-122-5
藤崎 宏 OR5-5
藤澤 麻美 P2-190-4
藤田 勲生 O2-44-1
藤田 快星 P2-178-8
藤田 香織 P2-183-5
藤田 恵子 O1-19-3
藤田 憲一 O1-35-4
藤田 洵也 P1-19-4
藤田 貴登 P2-191-3
藤田 飛龍 P2-197-2
藤田 真由 P2-135-6
藤田 瑞稀 P2-158-3
藤田 萌 SY1-5
藤田 萌依 O2-53-3
藤田 祐三 O2-47-6
藤田 裕斗 O2-47-5
藤田 芳規 P1-74-6
藤田 龍一 P2-191-8
藤野 匡 P2-152-3
藤信 真吾 P2-202-8
藤見 洋佑 SY7-5
藤本 雅子 P1-3-3
藤本 祐果 P2-133-1
藤谷 歌織 P2-194-3
藤山 なるみ P2-113-6
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藤山 みらい P2-212-4
藤吉 夏希 P2-204-2
藤原 純平 P1-31-1
藤原 千尋 P1-53-6
藤原 時 O2-45-1
藤原 仁 O1-32-2
布施 克美 O2-57-5
二神 智子 P2-121-1
二木 琢也 P1-108-7
府中 明香 P2-176-1
舩 直也 P2-137-1
舩田 典宏 P2-192-3
舩戸 道徳 O2-68-6
船橋 正弘 P2-169-6
不聞 一貴 P2-165-3
古市 清美 P2-195-3
古川 風乃 P2-148-4
古舘 加奈子 P2-129-6
古村 健 P2-201-3
古屋 直人 P1-46-8
古山 卓也 P2-126-2

へへ

別府 博仁 P1-10-4
別府 萌恵 P1-100-6
逸見 佐恵 P1-16-7

ほほ

外薗 香織 P2-159-7
保崎 泰人 W-1
星 美代子 SY21-4
星野 茜 P2-176-5
星野 睦美 P2-175-2
細川 文子 P2-117-5
細川 菜津子 P1-26-6
細坪 美貴 P1-31-7
細谷 国弘 OR4-6
細谷 智 O2-37-3
堀 歓子 P2-217-4
堀井 竜也 P1-30-6
堀井 真琴 P2-133-6
堀内 奨 P2-199-4
堀内 雄太 P1-17-1
堀川 柊平 O2-43-5
堀川 朝広 P2-210-8
堀川 萌 P1-36-5
堀口 裕正 SSY-3
堀口 裕紀 W-7
堀之口 舞 P2-113-4
本城 綾子 P1-84-4

本田 杏奈 O1-9-3
本多 拓磨 P2-187-8
本田 裕之 P2-170-4
本手 賢 P1-32-5
本東 剛 P2-210-1

まま

前上里 泰史 P1-99-2
前川 友成 O1-10-1
前嶋 泉 P1-27-7
前田 明歩 P2-182-8
前田 智 SY5-5
前田 智樹 P2-200-7
前田 菜緒 P1-78-2
前田 七海 P2-151-5
前田 麻利亜 P2-168-2
前田 美保 O2-53-4
前野 隆司 SL1
真柄 香 P2-118-5
牧 由紀子 P2-170-6
牧内 美和 O1-10-6
槙尾 圭一郎 O1-1-6
牧野 佐知子 P2-174-5
牧野 麻希子 P1-36-8
牧原 武史 O1-14-6
槇山 愛湖 SP1-10
政岡 祐輝 O1-15-4
正木 匠 P2-185-1
真島 慧太 P2-187-1
馬島 瑠彩 SY1-3
増田 圭亮 P1-90-4
増田 幸子 SY34-4
益塚 亜梨沙 P2-121-4
増渕 由香 P1-65-3
増本 照明 P1-76-3
町居 星哉 P2-149-4
町田 浩志 O2-36-2
町野 豊 SP1-08
松井 愛 P1-79-5
松井 一樹 P1-2-6
松井 知士 P1-43-8
松井 健志 SY20-5
松井 利浩 O2-67-1
松井 瑞帆 P1-4-3
松石 祥史 P2-135-2
松浦 久美子 OR4-3
松浦 武史 SY19-1
松浦 美代 P2-122-4
松尾 貴弘 P2-138-1
松尾 知咲 P1-105-6
松岡 大悟 O1-29-2

松岡 剛 O1-7-3
松岡 照之 O2-61-5
松岡 悠 P1-58-6
松岡 祐佳子 P1-69-3
松木 泰地 P2-142-7
松崎 尊信 O2-70-5
松下 智子 P2-174-8
松下 智宏 O1-33-3
松島 めぐみ O2-72-4
松田 恵介 O2-62-1
松田 毅 P1-86-2
松田 直樹 SY29-4
松田 寛子 O1-5-2
松田 昌大 O2-58-3
松田 隆汰 P1-61-2
松田 和子 P1-23-6
松永 鉄平 O2-70-2
松原 珠理 P1-79-4
松見 信之介 O1-23-2
松村 剛 SY8-3
 O1-13-6
 SY28-2
松本 一繁 P1-74-4
松元 恭子 P2-128-8
松本 淳 P2-123-7
松本 奈緒 O1-11-5
松本 楓子 P1-3-1
 P1-65-6
松本 麻希 P1-85-4
松本 昌広 P1-80-2
松本 美紀 P2-125-4
松本 容子 P2-122-1
松本 涼太 P2-157-3
松山 哲晃 O1-35-2
松山 寛貴 P1-49-4
松山 裕美 P1-52-8
真鍋 公 P1-71-2
真鍋 亜由美 O1-5-4
真弓 奈都美 O1-27-4
丸川 浩平 P1-98-3
丸箸 圭子 P2-141-7
丸宮 和也 O2-62-5
丸山 佳 P1-14-8
丸山 圭三郎 O2-73-5
丸山 浩平 O2-54-2
丸山 秀和 O1-23-6
丸山 芽吹 O2-64-3
萬谷 和広 O2-43-2

みみ

三浦 慎也 P2-189-4

三浦 利彦 O1-7-1
三浦 直也 O1-28-1
三浦 久幸 P2-141-5
三浦 佑典 P1-2-7
三浦 由江 P1-80-6
三浦 喜子 P2-206-6
三方 崇嗣 P1-77-6
三鬼 胡桃 P2-216-3
三木 啓資 O2-40-2
三熊 有香 P2-155-6
三澤 綾 P2-112-5
三澤 俊太 P2-124-5
三嶋 寿佳 O1-11-4
水上 健 O2-44-2
水島 淳裕 P1-45-3
水谷 旭宏 P2-140-1
水谷 圭佑 O2-71-5
水沼 奈津子 P1-103-6
水野 準也 P2-168-6
水野 友美 P2-177-4
水野 雄貴 SP1-07
溝上 佳史 P1-81-8
三田地 泉美 P1-73-4
三井 康太郎 O2-44-3
三ツ井 貴夫 P1-47-3
光國 若也 P1-62-3
光武 愛梨 P2-202-4
満留 美遥 P2-175-8
三橋 寿子 O1-1-3
光原 智樹 P2-181-4
三堀 颯太 P2-204-6
光吉 美紅 P2-145-8
水口 沙紀 P2-195-7
南 志穂 P2-137-6
南川 奈穂 P2-176-4
南山 誠 P1-32-7
峰岸 正明 P1-50-7
峰松 俊介 P1-76-7
峯松 佑典 O1-20-2
三橋 里子 O2-53-2
三原 麻美 P2-129-5
耳塚 栞菜 P1-13-2
三村 直希 P2-132-7
宮井 弓菜 P2-213-2
宮岡 侑輝 P2-127-6
宮川 奏 P2-109-3
宮川 朋和 P2-113-2
宮川 奈美 P1-70-2
宮川 英和 P2-155-4
宮川 真治 P1-86-6
宮城 大河 P1-8-1
宮城 雄一 P2-131-3
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三宅 紗英 P2-155-8
宮腰 龍弥 O1-21-5
宮崎 明信 O1-5-1
宮崎 碧 P1-43-7
宮崎 裕大 O2-53-5
宮嵜 義章 P2-196-3
宮崎 稜 P2-191-7
宮里 ひなの P1-34-3
宮澤 純一 P1-81-6
宮嶋 純子 P1-53-8
宮田 英治 P2-186-5
宮武 梨奈 P2-147-7
宮谷 智子 P1-106-5
宮地 優介 P2-164-4
宮留 優也 O1-1-2
宮鍋 美紀 O1-30-6
宮西 志穂 O2-49-3
宮原 圭吾 P2-208-3
宮原 理恵 P1-94-5
宮平 貴子 O2-70-3
宮平 光 P1-4-4
宮部 貴識 P1-10-2
宮前 文明 SY25-4
宮本 彩子 P1-5-1
宮本 阿弓 P1-17-8
宮本 将志 P1-43-2
宮本 由季 P1-81-5
宮本 優里 P1-6-2
宮本 梨々紗 P2-208-4
宮森 彩香 P2-197-3

むむ

向田 慎吾 P1-91-3
迎 美幸 O2-44-4
向根 彩那 P2-130-3
武藤 潤 P1-97-5
宗清 大祐 SY24-4
村井 康成 O2-54-3
村岡 伯将 P1-30-7
村岡 直哉 SY7-6
村上 明男 P1-35-5
村上 友美 P2-206-2
村上 浩哉 O1-1-5
村上 雅憲 P2-208-8
村上 由希子 P1-59-4
村崎 明広 O2-36-3
村田 明子 O1-17-6
村田 綾子 P2-194-2
村田 長緒美 P2-182-5
村田 昌史 P1-76-5
村田 百花 P2-192-4

村高 拓央 O2-62-2
村中 絢音 P1-13-4
村中 雪羽 P2-135-7
村山 孔野 P1-15-7
室 亜希子 P2-216-7

めめ

命苫 みすず OR2-6
目黒 康平 P1-84-5

もも

毛利 巴香 P2-121-2
最上 直子 P2-177-6
茂木 綾子 P1-81-3
本崎 裕子 P2-131-8
本山 奈佑 P2-193-6
本山 ゆり香 P2-139-2
百枝 裕太郎 P1-7-7
百瀬 久尚 P1-98-5
森 明日華 O2-52-3
森 杏菜 P2-158-4
森 海斗 P2-160-7
森 慎一郎 P2-170-5
森 寛泰 SY6-2
森 真菜美 P1-108-3
森 真理 P1-37-4
森 実咲 P2-121-3
森 裕 P2-211-4
森川 栄士 O2-63-6
森口 真 P2-201-7
森崎 宗一郎 P2-115-3
森瀬 脩平 O2-71-4
森田 大智 O2-40-5
森田 勝 SY24-1
森田 三佳子 P1-91-4
 P1-91-6
森田 有希子 P2-175-7
森永 謙二 LS21
盛永 剛 SY32-3
森本 紗知子 P2-163-6
守谷 梨絵 P2-198-7
森山 浩二 P2-209-1
諸岡 賢治 P1-76-1
諸留 彩可 P1-101-3

やや

矢口 友梨 P2-213-1
矢倉 裕輝 LS17-1
 P2-114-1

八汐 樹 P1-67-2
矢嶋 晶 P2-182-6
矢島 合歓 P2-135-8
矢嶋 有希 P2-159-4
八城 恵 O2-66-6
安居 奈菜美 P2-199-2
安井 正英 SY23-1
安江 亜由美 P2-148-3
安岡 悠典 O2-65-1
安田 和誠 P2-123-1
安田 多恵子 P2-147-2
安田 夏盛 P2-149-2
保田 真柚子 P1-72-4
安田 由香 P1-64-4
安永 雅菜 SY1-7
安本 由佳 P1-26-9
谷田貝 孝 SY22-1
八木 美保 O2-46-2
谷中 奈菜 P2-150-2
柳 大海 P2-218-7
柳澤 崇登 P1-55-2
簗瀬 文香 P2-197-1
矢野 歩 O1-6-2
矢野 元基 P1-1-2
矢野 沙耶香 O2-75-3
矢野 美紀 P1-34-2
矢野 良恵 P2-184-8
薮内 由里香 P2-151-7
籔内 理香子 P2-177-7
山内 恵子 P2-176-2
山内 成美 P1-6-5
山内 勇人 P1-86-3
山内 美和 P1-85-2
山内 優太 P2-156-8
山尾 由花 P1-38-7
山上 英樹 O2-51-3
八巻 孝之 O1-14-1
 P2-141-1
山口 麻子 SY14-2
山口 明日香 P2-212-3
山口 綾 P1-9-4
 P2-122-6
山口 絢香 P2-214-1
山口 和美 O1-17-3
山口 紗季 P2-125-5
山口 志郎 P1-10-3
山口 直美 P1-24-5
山口 颯仁 P2-162-1
山口 由香里 P1-46-4
山崎 明子 OR4-1
山崎 琢磨 LS2
山崎 友華 P1-60-3

山﨑 誠 LS19
山崎 宣之 P2-142-5
山崎 日花里 P2-197-6
山崎 洋子 P1-53-9
山路 隆斗 O2-51-2
山路 千尋 P2-141-2
山路 直美 P2-153-2
山重 佳 P1-75-6
山下 大輔 SY13-4
山下 友美 P1-101-5
山下 信人 P1-37-6
山下 大貴 O2-74-4
山下 雅晴 P2-195-5
山下 雅美 P2-202-2
山下 由 P1-78-7
山下 由美子 LS4
山下 玲音 P2-171-4
山階 規子 P2-185-3
山代 佳代 P1-6-6
山菅 詠子 O1-21-6
山瀬 悠 P2-176-3
山田 亜夢未 P1-56-2
山田 紗弥花 P1-52-2
山田 士郎 P2-172-1
山田 希 OR5-4
山田 寛 SY4-5
 SY16-7
 O2-56-2
山田 昌彦 P1-41-1
山田 愛可 OR4-5
山田 桃子 P2-151-8
山田 優子 P2-177-5
山中 真美子 SP1-06
山中 里紗 P2-118-1
山根 詩乃 P2-209-4
山根 洋子 P2-128-5
山野 寛太 P1-63-3
山野 知里 P1-6-1
山野 遥人 O2-53-1
山野 真弓 P1-88-4
山野 満知瑠 P2-128-4
山野井 彪 P2-143-4
山野上 清匡 PD2-1
 SP2-2
山村 愛 P1-79-3
山村 二三江 P1-95-5
山村 勇策 P2-110-1
山本 明子 O2-37-1
山本 明史 P1-47-5
山本 章代 P2-191-1
山本 亜実 P2-171-5
山本 絵美 P2-201-5
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山本 華月 P2-175-6
山本 佳奈 P1-31-6
山本 邦彦 P1-32-1
山本 兼司 P1-19-2
山本 健太 P2-116-7
山本 心晴 P2-120-6
山本 健人 LS23
山本 珠美 SY16-3
山本 哲裕 P1-100-4
山本 友香 P1-96-4
山本 朋久 O1-18-6
山本 友視 O1-16-2
山元 直道 P1-50-2
山本 奈々 P1-64-5
山本 晴菜 P1-61-1
山本 洋史 P1-87-1
山本 誠 P1-16-8
山本 光紘 P2-114-5
山本 緑 P1-59-3
山本 優香 P2-187-3
山本 祐歌 P1-48-3
山本 悠策 P2-141-3
山本 洋平 P2-181-1
山本 圭人 P1-42-1
山本 里穂 P2-182-7

ゆゆ

湯川 世奈 P2-134-8
湯川 祥成 P2-113-1
柚木 宏介 P2-165-2

よよ

横井 美加 P1-30-4
横川 ゆき P2-131-2
横田 徹 O2-36-7
横辻 英也 P2-184-7
横浜 吏郎 O1-8-3
 O1-26-3
横山 省三 SP1-04
 O2-51-5
横山 孝之 P2-198-4
横山 知子 O1-2-3
横山 奈々 O2-41-3
横山 典子 O1-5-6
横山 由依 P1-21-5
横山 雄一 O2-46-5
横山 由香 O2-66-5
良井 亜美 P2-152-5
吉井 美穂 P2-154-3
吉岡 克人 P2-156-3

吉岡 稔泰 P2-126-3
吉岡 音奈 P2-109-5
吉岡 真未 P1-69-5
吉川 友洋 O1-24-6
吉川 菜摘 P2-208-2
吉川 実希 P2-136-8
吉坂 凜 P1-13-3
吉崎 真由美 P2-159-3
吉澤 ひろみ P2-119-2
 P2-203-8
吉住 秀之 SY17-1
吉田 和朗 O1-26-1
 P1-34-6
吉田 勝紀 LS15
吉田 香葉 P1-80-4
吉田 弘毅 P1-30-2
吉田 耕生 O2-43-6
吉田 志緒美 P2-114-6
吉田 晋 P1-96-1
吉田 真理 P1-52-4
吉田 万里安 O2-51-1
吉田 幹宜 O1-22-1
吉田 有希 O1-2-2
吉田 侑生 O2-38-5
吉武 理紗 P1-57-1
吉永 光 SY3-1
吉永 龍史 O1-24-1
 O1-32-6
吉野 あかね P2-149-6
吉野 雅志 P1-54-8
吉藤 オリィ IL1
吉藤 直久 P2-110-3
吉見 舞子 P2-138-4
吉水 のどか P2-111-7
吉村 大樹 O2-61-4
吉村 大輔 O1-33-4
 O1-33-5
吉村 望 SY34-1
吉村 良子 O1-14-2
吉本 慎 P1-63-5
吉森 心樹 P1-86-4
四井田 英樹 PD2-3
 SY22-2
米井 美香 P1-16-2
米澤 大 P2-184-2
米澤 武人 P1-42-7
米田 真央 P2-176-6
米田 優花 O1-16-5
米森 久美子 P1-101-4
饒平名 知史 P1-22-4
依田 麗奈 O2-42-1
寄本 恵輔 OR2-5

らら

樂木 宏実 EL

りり

立宅 由佳 P2-194-7

わわ

輪賀 彩香 P2-167-3
若井 聡智 SP2-6
若月 建 O1-12-5
若畑 旬弥 O2-46-3
若松 謙太郎 P2-214-5
若山 利予 P2-133-8
脇 ひなの P2-180-1
湧川 傑 P1-27-4
和才 裕子 P1-106-2
鷲田 ていこ P2-118-2
和田 征路 O2-59-5
和田 千鶴 SY28-1
和田 舞美 P1-56-1
和田 みずえ P2-195-2
和田 暢 LS9
和田 康史 P1-19-8
和田 勇貴 SY15-4
和田 理奈 P2-146-6
渡邉 晶子 P2-132-5
渡邉 暁博 P1-19-3
渡邊 佳奈 P1-20-6
渡部 圭介 O2-37-4
 P2-161-8
渡邉 さとみ P1-91-1
渡邉 繁 P2-137-4
渡邊 俊介 P1-62-5
渡辺 純也 P2-202-6
渡辺 孝志 P2-119-5
渡部 千尋 P1-58-2
渡邉 夏実 O1-13-1
渡邉 真奈美 P2-204-1
渡辺 真弓 P1-65-2
渡邊 萌 P1-47-8
渡部 恭士 LS10
渡辺 雄紀 P2-199-6
綿貫 香苗 P2-134-9
渡 靖代 P2-132-6
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